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(注1)　別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「ユーロ」、「€」または「EUR」は欧州経済通貨同盟に参加している欧州連合の

加盟国の統一通貨を、「米ドル」はアメリカ合衆国の法定通貨を、「円」または「日本円」は日本国の法定通貨を指すものと

する。本書において、別段の記載がある場合を除き、便宜上記載されている日本円への換算は、1ユーロ＝159.85円の為替レー

ト（2025年4月7日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場仲値）により計算されている。

(注2)　本書において、文脈上別段の記載または解釈がなされる場合を除き、「発行者」、「当行」、「クレディ・アグリコル・エ

ス・エー」および「CASA」は、クレディ・アグリコル・エス・エーを、「クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ」は

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその連結子会社を指す。また、「クレディ・アグリコル・グループ」および「クレ

ディ・アグリコル・ネットワーク」は、フランス通貨金融法典第R.512-18条に従い、クレディ・アグリコル・エス・エー・グ

ループ、地域銀行、地区金庫およびそれらの各子会社を指す。「当行グループ」は、文脈により、「クレディ・アグリコル・

エス・エー・グループ」または「クレディ・アグリコル・グループ」もしくは「クレディ・アグリコル・ネットワーク」のい

ずれかを指す。「本社債」は、当行が発行する社債を指す。

(注3)　本書中の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。

(注4)　将来予測に関する記述

本書に含まれる記載は、将来予測に関する記述を含んでいる。「信じている」、「意図している」、「予想している」、「考

えている」、「見積もっている」、「予測している」、「～の可能性がある」、「計画している」、「～であろう」、「企図

している」、「期待している」、「目的としている」、「将来」および「～に違いない」といった用語ならびにこれらに類似

する表現は、将来予測に関する記述であることを明確にすることを意図している。これらの将来予測に関する記述は、将来の

事象に関する本書の日付現在の当行の予想および仮定に基づくものである。
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かかる将来予測に関する記述は、リスク、不確実性その他実際の結果と将来予測に関する記述において明示または黙示される

記述との相違を生じさせる要因による影響を受ける。
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頭字語

 

ACPR フランス金融健全性規制監督・破綻処理機構

AFEP/MEDEF フランス私企業協会-フランス企業連盟

AMF フランス金融市場機関

CSR 企業の社会的責任

CSRD 企業サステナビリティ報告指令

EBA 欧州銀行監督機構

ECB 欧州中央銀行

ESG 環境・社会・企業統治

GOI 営業総利益

IFRS 国際財務報告基準

IRO インパクト、リスクおよび機会

NZAMI ネット・ゼロ・アセット・マネージャーズ・イニシアティブ

NZAOA ネット・ゼロ・アセットオーナー・アライアンス

NZBA ネット・ゼロ・バンキング・アライアンス

SREP 監督上の検証・評価プロセス

 

定義

 

増加 当行の各株式に帰属する純資産価格（1株当たり正味帳簿価額等）または

利益（1株当たり利益等）の一部が増加したとき、取引が「増加」したと

表現される。

ALM　資産負債管理 機関の貸借対照表に計上される財務リスク（金利、通貨、流動性）の管理

ならびに当行の資産価値および／または将来の収益性を守るための借換方

針。

APM指標　代替的業績指標 APM指標とは、財務書類で表示されておらず、会計基準で定義されていな

いものの、財務コミュニケーションの文脈で使用される、たとえば当期純

利益－当行グループの持分（参考値）や有形自己資本利益率のような財務

指標である。これらの指標は、当行の実際の業績についてより深く理解す

るために使用される。各APM指標は、会計データに関連して定義される。

担保設定済資産 担保設定済資産は、あらゆる取引において信用供与の保証、担保または裏

付けのために用いられる資産に相当する。

資産運用 マネージャーの自己勘定におけるかまたは第三者の機関投資家もしくは個

人投資家のための、譲渡性資産またはその他の資産の管理。第三者のため

の資産運用において、資産は、ファンドによるかまたは運用委託の枠組み

で管理される。地理的なまたは部門による多様性、投資期間の長短および

望ましいリスク水準の観点における、顧客の期待範囲に応えることができ

るよう、専門的な商品が提供される。
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運用資産 当行グループの連結財務書類に反映されない営業活動指標であり、当行グ

ループが売買する資産（外部のファンド・マネージャーによる管理、助言

または委託を受けているか否かにかかわらない。）を示す。運用資産は、

各ファンドにつき、受益証券1口当たり純資産価格（外部の鑑定人により

有効な規則に従い計算される。）を発行済受益証券／株式の数で乗じるこ

とで査定される。アムンディは、当該ジョイント・ベンチャーが運用する

すべての運用資産を連結する。

AT1　その他Tier 1資本 バーゼル3に基づき適格であるその他Tier 1資本で、償還事由または償還

義務のない永久債務証券。AT1には、CET1比率がその目論見書で定められ

た一定の基準値を下回る場合に、損失吸収メカニズムが適用される。

バーゼル3 従前のバーゼル2合意に代わる、銀行が負うリスクに対して保有が求めら

れる最低資本の質および量を増やすという銀行向けの規制基準。バーゼル

3ではまた、流動性リスク管理の最低基準（定量的比率）の導入、金融シ

ステムにおける景気循環増幅効果の抑制を目的とする手法（景気循環に応

じて変化する資本バッファー）の規定およびシステム上重要とみなされる

機関に対する要件の強化が行われる。欧州連合において、これらの規制基

準は、指令2013/36/EU号（CRDⅣ-自己資本指令）および規則（EU）第

575/2013号（CRR-自己資本規則）の下で導入された。

ベ ー シ ス ・ ポ イ ン ト

（bp）

1ベーシス・ポイントは、0.01％または10,000分の1に等しい。

CCA　協同組合証券－

Certificat coopératif

d'associés

店頭取引が可能な非上場の有価証券であり、協同組合のみにより発行が可

能である。発行する地域銀行および関連する地区金庫の相互株主により引

受けが可能である。CCAには議決権が付されないが、その保有者には、純

資産の持分および配当を受ける権利が付与される。

CCI　協同投資証券－

Certificat coopératif

d'investissement

証券取引所で取引される議決権が付されない有価証券であり、協同組合の

みにより発行が可能である。CCIの保有者には、純資産の持分および配当

を受ける権利が付与される。

中央銀行政策金利 国または通貨圏の中央銀行が経済活動を規制するために設定する金利。中

央銀行が経済活動を規制する役割を果たすための主要な手段：欧州中央銀

行（ECB）の場合はインフレ、米国連邦準備制度の場合はインフレおよび

成長促進。

担保 貸出金の受領者が返済義務を果たすことができない場合に貸出金の返済を

担保する、譲渡可能な資産または保証。

コーポレート・ガバナン

ス

透明性、株主間の公平性および経営陣と株主との間の権限の均衡を実現す

るために実施されるメカニズム。かかるメカニズムは、戦略、取締役会の

運営、異なるガバナンス組織間の組織的枠組みならびに役員および業務執

行役員の報酬方針を策定し履行するための手法を含む。

リスク費用 リスク費用は、すべての銀行関連リスク、特に信用およびカウンターパー

ティー・リスク（貸出金、保証およびオフバランスシート・コミットメン

ト）のための引当金の繰入および戻入を示す。
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リスク費用／未払額
(1) （連続する4四半期間における）信用リスク費用を未払額（過去4四半期の

期首の平均）で除して計算される。また、年換算した四半期の信用リスク

費用をかかる四半期の期首の未払額で除しても計算される。同様に、当期

のリスク費用が年換算され、期首の未払額の平均で除することがある。

2019年度第1四半期以降、計算に用いられる未払額は引当金への割当て前

の顧客の未払額である。

かかる指標の計算手法は、かかる指標が用いられるたびに特定される。

費用収益比率 費用収益比率は、営業費用を収益で除して計算され、営業費用を賄うため

に必要な収益の割合を示す。

クレディ・アグリコル・

グループ

クレディ・アグリコル・エス・エー、地域銀行および地区金庫が含まれ

る。

クレディ・アグリコル・

エス・エー

クレディ・アグリコル・グループの上場会社。親会社は「クレディ・アグ

リコル・エス・エー企業体」である。連結範囲には、同社が直接または間

接的に保有する子会社、ジョイント・ベンチャーおよび関係会社が含まれ

る。

クレディ・アグリコル・

エス・エー企業体

クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関およびヘッドとして行為

し、当行グループが単一の金融機関として行為することを確保する法人で

ある。

信用格付 格付機関（S&P、ムーディーズ、フィッチ・レーティングス等）により発

行される意見の形での、信用の質の評価。格付は、個別の発行者（企業、

政府、公共部門当局）および／または個別の発行（債券、証券化された債

券、担保付債券等）に対する付与が可能である。信用格付は、発行者の借

入条件（支払金利、資金調達方法）および市場での印象に影響を与える可

能性がある（「格付機関」の項目を参照。）。

信用スプレッド 数理計算上のマージン（債券の満期までの利回りと、同一満期で無リスク

の借入れの利回りとの差）。

CSRD　企業サステナビリ

ティ報告指令

CSRDは、2022年12月16日付の欧州連合官報で公表された。この文書は、詳

細な欧州サステナビリティ報告基準（ESRS）の策定を想定しており、事業

体による開示の枠組みを提供し、その開示を調和させることを目的として

いる。

CVA　信用評価調整 取引相手先の債務不履行リスクにより生じ、金融商品の正の市場価額の全

額を回収することができない可能性を組み込むための予想損失。CVAの決

定のために用いられる手法は、大部分が、市場参加者が使用する市場パラ

メータと同種のものを基にしている。

希薄 当行の各株式に帰属する純資産価格（1株当たり正味帳簿価額等）または

利益（1株当たり利益等）の一部が減少したとき、当該取引は「希薄化」

をもたらすと表現される。

配当 株主に支払われる純利益または剰余金の一部。取締役会は、株主総会にお

いて、終了した年度に係る財務書類が承認された後で配当を提案し、株主

による決議を受ける。
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貸倒懸念貸出金 貸倒懸念貸出金は、債務不履行に陥っている貸出金である。債務者は、以

下の条件の少なくとも1つが満たされた場合に、債務不履行に陥っている

と判断される。

・　支払が原則として期限より90日を超えて延滞している場合。ただ

し、かかる延滞が債務者の財政状況とは無関係の理由によるという事

実を示す特殊な事情があるときは、この限りではない。

・　債務者が債務を返済する可能性が低いと当該事業体が判断した場

合。ただし、担保権の実行など何らかの措置を講じているときは、こ

の限りではない。

DVA　債務評価調整 CVAと対照的に、取引相手先の金融商品の消極的な評価が予測されること

から生じる予想損失。DVAは、かかる金融商品の評価についての事業体固

有の信用リスクによる影響を示す。

EAD　債務不履行時エクス

ポージャー

債務不履行時エクスポージャー。これは、取引相手先の債務不履行の場合

に当行グループが被るエクスポージャーである。EADには、オンバランス

シートおよびオフバランスシートのエクスポージャーが含まれる。オフバ

ランスシートのエクスポージャーは、内部または規則に従った換算係数を

用いて、貸借対照表上で相当する項目に換算される（ドローダウンシナリ

オ）。

EL　予想損失 取引の構造およびリスク軽減対策（担保等）の観点における、取引相手先

の質に応じて発生する可能性のある損失。ELは、債務不履行時エクスポー

ジャー（EAD）にデフォルト率（PD）を乗じ、さらに債務不履行時の損失

（LGD）を乗じて計算される。

FCPE　Fonds commun de

placement d'entreprise

－従業員持株制度

会社がその従業員のために提供する従業員貯蓄制度。貯蓄者は、各自の拠

出および上乗せされる雇用主の拠出（雇用主拠出）と引換えに割り当てら

れるミューチュアル・ファンドの受益証券を保有する。

フィンテック　ファイナ

ンス、テクノロジー

フィンテックは、情報技術および通信技術を利用して金融サービスを提供

する非銀行系企業である。

FReD　Fides、Respect、

Demeter

企業の社会的責任（CSR）プログラムによる進展の実行、管理および評価

を行う構想。FReDには、信頼性の強化（Fides）、個人および会社のエコ

システムの発展（Respect）ならびに環境保護（Demeter）を目的とする3

つの柱および19の誓約がある。FReD指数は、2011年以降毎年、クレディ・

アグリコル・エス・エーおよびその子会社により実施されているCSRプロ

グラムによる進展の評価手段として用いられている。プライスウォーター

ハウスクーパースが、当該指数の年次監査を行う。

浮動株 上場会社の株式資本に占める非中核の株主が保有する株式の割合。非中核

の株主とは、当該株式を随時売買する可能性があり、その決定が事業統制

に与える影響を憂慮することがなく、また、株式を処分する権利を制限す

る契約（株主間契約等）に拘束されない者を意味する。個人投資家（従業

員を含む。）ならびに機関投資家（オープン・エンド型投資会社および

ミューチュアル・ファンド、年金基金ならびに保険会社）により保有され

る株式が浮動株に含まれる。対照的に、大株主による投資は浮動株に含ま

れない。
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FSB　金融安定理事会 金融安定理事会に付託された権限は、世界的な金融システムにおける脆弱

性を特定し、また、規制の基準となる原則を定め、金融の安定性を監視す

ることである。FSBは、G20諸国の総統、財務大臣および統括者により構成

される。その主要な目的は、国際レベルで、金融機関の規制および監督に

おける国内の財務当局および国際的な基準の設定者の作業を調整すること

である。FSBは、2009年4月にロンドンで開催されたG20の会合において設

立され、1999年にG7により設立された金融安定化フォーラムの後継機関で

ある。

GFANZ　ネットゼロのため

のグラスゴー金融同盟

様々な国際的なネットゼロ同盟の包括的組織。2021年にグラスゴーで開催

されたCOP26気候変動会議に先立ち設立され、パリ協定の気候関連目標の

達成に向けた金融部門の取組みを調整することを目的としている。GFANZ

傘下の同盟には、ネット・ゼロ・バンキング・アライアンス（銀行）、

ネット・ゼロ・アセット・マネージャーズ・イニシアティブ（資産運用会

社）およびネット・ゼロ・アセットオーナー・アライアンス（機関投資

家）が含まれる。

GOI　営業総利益 収益から営業費用（従業員費用ならびにその他の営業費用、減価償却費お

よび償却費等の営業費用）を控除して計算される。

のれん 事業の取得価格が取得時に再評価された純資産価格を超える金額。のれん

は、毎年、減損テストが実施され、価額の減少が生じた場合は損益計算書

に計上される。

グリーン・ボンド 環境的利益をもたらす計画または活動に資金提供するために適格事業体

（企業、地方自治体または国際機関）により発行される債券。かかる金融

商品は、たとえば持続可能農業、再生可能エネルギーおよびエネルギー効

率の高い不動産への資金提供に関連して用いられる。

HPSP　住宅購入貯蓄制度 住宅購入貯蓄制度に対する引当金は、魅力的な金利の恩恵を受け、保有者

により短期間で解約される可能性のある住宅貯蓄制度への支払に対して設

定される引当金である。

HQLA　適格流動資産 資産は、減価することなく、または最小限の減価で即座にかつ容易に現金

に換金することが可能であり、また一般に、資金調達のため中央銀行にお

いて資金化することが可能な場合に、自己資本指令（CRD）Ⅳに定義され

る適格流動資産（HQLA）として分類される。適格流動資産の主な特徴は、

1）リスクおよび変動性が低いこと、2）容易にかつ確実に価値評価できる

こと、3）高リスク資産との相関性が低いこと、および4）認知されている

大規模で発達した市場で取引されていることである。既に担保として使用

されていない適格流動資産は、同規制に基づき、ストレス・シナリオにお

ける1ヶ月間の流動性カバレッジ比率（LCR）の分子を構成する。

IFRIC第21号の調整 IFRIC第21号の調整により、勘定科目に認識された費用は、支払期日が到

来し次第（支払義務事象は会計基準により決定される）、その全額を繰り

延べることができるため、当四半期に関連する部分のみ、すなわち四半期

に係る通期全体の4分の1のみが認識される。

減損した貸出金 不払いリスクにより引当金が設定された貸出金。

機関投資家 証券投資、たとえば上場会社の株式への投資に関与する企業、公共部門機

関および保険会社。これには、年金ファンドならびに資産運用会社および

保険会社が含まれる。

発行者スプレッド 当行グループが借入れを行うことができる数理計算上の金利と同一満期の

無リスクの貸付の数理計算上の金利との差を示す数理計算上のマージン。
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LCR　流動性カバレッジ比

率－1ヶ月間の流動性比率

当該1ヶ月間の比率は銀行の流動性に関するリスク特性の短期での回復力

の強化を目的とする。LCRにより、銀行は、中央銀行の支援に頼らず30日

間の危機期間を切り抜けることができるかを観察するためのストレス負荷

された仮定において査定されたインフロー控除後のアウトフローを賄うの

に十分な、無リスクの適格流動資産（「HQLA」の項目を参照。）を保有す

ることが強いられる。

レバレッジ比率 企業の貸借対照表の規模を管理する目的での、任意の単純な比率。レバ

レッジ比率は、Tier 1規制資本とオンバランスシート／オフバランスシー

トの資産（当該項目の修正再表示後）とを関連付ける。

LGD　債務不履行時の損失 取引相手方の債務不履行時エクスポージャーに関して発生した損失と債務

不履行時エクスポージャーの規模との間の比率。

貸出金ポートフォリオの

ヘッジ　（信用ポート

フォリオ管理－CPM）

大口顧客部門の貸出金ポートフォリオのヘッジの影響は、信用リスクの

ヘッジに際した市場の動向および市場の動向に関連する準備金の水準に基

づいている。

MREL　自己資本・適格債

務最低基準

欧州銀行再建・破綻処理指令において定められた比率で、破綻処理の際に

損失吸収に利用できる自己資本および適格債務の最低要件を示す。

相互株主 地区金庫の資本を構成する相互株式の保有者。地区金庫は、相互株主を通

じて、関連する地域銀行の株式資本を所有する。相互株主は、相互株式に

係る利益、すなわち法律で上限が定められている金利を受け取る。相互株

主は、年に一度、年次株主総会を開催し、地区金庫の財務書類の承認およ

び取締役の選任を行う。相互株主は、保有する相互株式の数に関係なく、

かかる株主総会において各1個の議決権を有する。

相互株式 地区金庫または地域銀行の資本部分。相互株式には、年利が支払われる。

相互株式は、額面金額で償還され、剰余金または清算金の請求を行う権利

は付されない。

NBV　再評価されていない

正味帳簿価額
(1)

再評価されていない正味帳簿価額は、AT1発行、OCI－当行グループの持分

に係る未実現利益および／または損失および年間の業績に対して交付が想

定される配当金の額が控除された当行グループの持分に相当する。

1株当たりNBV　1株当たり

正味帳簿価額／1株当たり

TNBV　有形資産の1株当た

り正味帳簿価額
(1)

株式の価値を算定するための手法の1つ。これは、正味帳簿価額（上記参

照。）を期末現在の発行済株式数（自己株式を除く。）で除したものであ

る。

有形資産の1株当たり正味帳簿価額は、無形資産およびのれんを控除した

後の正味帳簿価額を期末現在の発行済株式数（自己株式を除く。）で除し

たものである。

当期純利益－当行グルー

プの持分

当事業年度の純利益／（損失）（法人所得税控除後）。全部連結子会社の

非支配株主持分に帰属する持分を差し引いた純利益に等しい。

普通株式に帰属する当期

純利益－当行グループの

持分
(1)

普通株式に帰属する当期純利益－当行グループの持分は、AT1の利息費用

を差し引いた当期純利益－当行グループの持分（税引前発行費用を含

む。）を示す。

純利息収入 純利息収入は、純利息収益と言われることもあり、利息を伴う資産から生

じる収益と負債管理費用との差額である。

NPS　ネット・プロモー

ター・スコア

顧客が自分の銀行を家族および友人に勧める可能性を測定する指標。この

指標は、四半期ごとに実施される世論調査に基づき、銀行に対して批判的

であるか、中立的であるか、または銀行の推奨に前向きである顧客の数を

反映している。
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NSFR　安定調達比率－1年

間の流動性比率

銀行がより安定した（すなわち、より長い満期の）資金源を自らの活動に

利用するためのさらなるインセンティブの導入を通じて、より長期の回復

を促すための比率。長期資産を短期の資金源から調達することを制限する

よう、かかる構造的な流動性比率は期間が1年間とされた。

営業利益 営業総利益からリスク費用を控除して計算される。

レゾンデートル（Raison

d’Être）

クレディ・アグリコル・グループの「レゾンデートル」は、2019年に完了

した当行グループのプロジェクトの枠組みの中で恒久的な措置として採択

され、当行グループのすべての活動および事業に関わり、またそれらに浸

透するものである。これは、フランス民法第1835条の「定款は、企業が採

用し、その活動を行う上で資源を配分しようとする原則からなるレゾン

デートルを定めることができる」という規定の適用範囲には入らない。

格付機関 債務証券の発行者のソルベンシー、すなわち、弁済義務（契約上の期間に

おける元金返済または利息支払）を遵守する能力の評価を専門とする機

関。

破綻処理 「危機および銀行破綻の処理」の略。実務上、欧州の各銀行に対して2種

類の計画が策定される必要がある。すなわち、1）銀行の上級経営陣によ

り作成される予防的再建計画および2）監督当局により実施される予防的

破綻処理計画である。破綻処理は、銀行の破産の前に、秩序立った解体を

計画し、システミック・リスクを回避するために行われるものである。

収益 銀行業務利益（利息収益、受取報酬および手数料、市場活動からのキャピ

タル・ゲインならびに銀行業務からのその他の収益）と銀行業務営業費用

（資金調達源に係る銀行の支払利息、支払報酬および手数料、市場活動か

らのキャピタル・ロスならびに銀行業務により生じたその他の営業費用）

との差。

リスク選好 当行グループが戦略的目標を追求する上で負う意図があるリスクの水準。

リスク選好は、リスクの種類別および事業部門別に決定される。定量的ま

たは定性的な基準のいずれかを用いて表される。リスク選好の設定は、当

行グループの意思決定機関が使用することのできる戦略的経営手法の1つ

である。

RoTE　有形自己資本利益

率
(1)

RoTE（有形自己資本利益率）は、当期純利益－当行グループの持分を無形

資産およびのれん控除後のグループのNBV（上記参照。）で除することに

よって、有形自己資本に対する利益を査定する。年換算した当期純利益－

当行グループの持分は、当期純利益－当行グループの持分の年換算（四半

期の4倍、半期の2倍、9ヶ月累計の3分の4倍）から無形資産の減損を除

き、各期のIFRIC第21号の調整（上記参照。）を通期に均等化するために

修正再表示したものに相当する。

RWA　リスク加重資産 健全性要因を用いてまた損失リスクに基づき加重された、銀行の貸借対照

表に計上される資産およびリスク債務（貸出金等）であり、合計された場

合に主要なソルベンシー比率の分母として使用される。

ソーシャル・ボンド 社会的に好結果をもたらす計画または活動に資金提供するために適格事業

体（企業、地方自治体または国際機関）により発行される債券。かかる金

融商品は、たとえば地域経済の発展、社会的包摂および自治ならびに医療

サービスへのアクセスに関する計画への資金提供に関連して用いられる。
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ソルベンシー 企業または個人の中長期にわたる債務弁済能力を評価する。銀行にとっ

て、ソルベンシーは、そのリスク特性に起因して発生する可能性がある損

失に対応する能力を示す。ソルベンシー分析は、流動性分析と同じではな

い。企業の流動性とは、その通常の業務において弁済義務を果たし、新た

な資金源を見つけ、常に流入と流出との均衡を維持する能力である。銀行

のソルベンシーは、CRDⅣ指令およびCRR規則に基づいている。保険会社の

ソルベンシーには、ソルベンシー2指令が適用される（「ソルベンシー2」

の項目を参照。）。

ソルベンシー2 保険および再保険の事業により発生する固有のリスクの観点における、こ

れらの会社による保険契約者に対する義務の常時の遵守を確実にするため

の、保険および再保険に関する保証についての欧州指令。ソルベンシー2

は、次の3つの柱に基づき、ソルベンシーの経済的および将来的な評価を

行うことが目的である。すなわち、定量的要件（第1の柱）、定性的要件

（第2の柱）ならびに公衆および当局に提供する情報（第3の柱）である。

ソルベンシー2は、2014年に採択され、2015年に国内法に組み込まれ、

2016年1月1日に効力が生じた。

SRI　社会的責任投資 投資判断において、環境・社会・企業統治の基準を体系的かつ明確に文書

化して組み込むこと。

ストレス・テスト 銀行の貸借対照表、損益およびソルベンシーに対する悪影響を調査するた

めに極端な経済的および財政的状況を発生させ、銀行がかかる状況に耐え

られる能力を評価する。

劣後債 ある事由（配当の支払または業績の達成）を条件として利益および／また

は償還が生じる、会社により発行される債券。

システム上重要な銀行 クレディ・アグリコル・エス・エーではなく、クレディ・アグリコル・グ

ループは、金融安定理事会（FSB）により2012年11月に発表され2024年11

月に最終更新された、30のグローバルなシステム上重要な銀行（G-SIB）

のリストに載っている。システム上重要な銀行は、バーゼル3の要件に関

して、基本的な資本バッファーを1％から3.5％の間に設定しなければなら

ない。

TLAC　総損失吸収力 G20の要求を受け金融安定理事会により考案された。TLACは、システム上

重要な銀行（G-SIB）の損失吸収力および資本の増強の指標を与えること

を目的とする。

自己株式 会社が自己資本で保有する株式。自己保有された株式には議決権が付与さ

れず、また、配当を受けず剰余金の請求権もないため、1株当たり利益ま

たは1株当たりNBVの計算に使用されない。

TSDI　永久劣後債 永久劣後債は、特定の満期日がなく、一定の日を過ぎてから発行者の指示

により償還される。

TSS　超劣後債 永久的な収益が生じる無期限の劣後債券。契約上の償還日がないことか

ら、満期は無期限となり、償還は発行者の選択により行われる。発行者が

清算する場合、かかる債券の償還は、その他すべての債権者が弁済を受け

た後に行われる。

UCITS　譲渡可能有価証券

の集団投資の引受け

UCITSは、専門家（資産運用会社）によって運用される譲渡性有価証券

（株式、債券等）のポートフォリオであり、個人投資家または機関投資家

により集団で保有される。UCITSには、オープン・エンド型投資会社と

ミューチュアル・ファンドの2種類がある。
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当期純利益－当行グルー

プの持分（参考値）
(1)

当期純利益－当行グループの持分（参考値）は、特別項目（すなわち、非

経常的または例外的な項目）を差し引いた当期純利益－当行グループの持

分（連結財務書類表示額）を示し、当行の実際の業績についてより深く理

解するためのものである。

VaR　バリュー・アット・

リスク

当行グループが負う市場リスク、特にトレーディング活動におけるリスク

を日次で監視するための複合的な指標（VaRは、規制に従った内部モデル

に基づき、10日間の信頼区間を99％、期間を1日として計算される。）。

最近1年間で発生した最も不利な事象の1％を控除した後で得られる最大エ

クスポージャーを示す。

 

(1)　代替的業績指標
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第一部 【企業情報】

 
第１ 【本国における法制等の概要】

 
１ 【会社制度等の概要】

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

 

クレディ・アグリコル・エス・エー（以下「当行」という。）は株式会社（société anonyme (SA)）の

形態をとるフランスの有限責任会社である。

株式会社（すなわち、有限責任を有する会社）として、クレディ・アグリコル・エス・エーはフランス

商法（Code de commerce）第2編の第L.225-1条以下および第R.225-13条以下に従う（下記（Ａ）を参

照。）。上場会社として、クレディ・アグリコル・エス・エーはフランス商法第2編の第L.22-10-1条以下

および第R.22-10-1条以下に従う。金融機関として、クレディ・アグリコル・エス・エーはフランス通貨金

融法典（Code monétaire et financier）第5編の第L.511-1条以下、第R.511-1条以下、第L.531-0条以下お

よび第R.531-1条以下に従う（下記（Ｄ）を参照。）。

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループ全体には、フランス通貨金

融法典第5編の特定の規定（第L.511-30条ないし第L.511-32条、第L.512-1条ないし第L.512-1-1条、第

L.512-20条ないし第L.512-54条ならびに第R.512-2条ないし第R.512-18条。下記（Ｃ）を参照。）および旧

フランス農事法典（code rural et de la pêche maritime）第5編の廃止されていない規定も適用される。

 

（Ａ）以下の記載は、当行を含む上場株式会社に適用されるフランス商法の主要な規定の概略である。

定款は株式会社の準拠する根本規則を定めた文書である。定款には特に株式会社の商号、存続期間、登

録事務所の所在地、目的、資本金の額および株式の譲渡性についての一切の制限を定めることを要する。

 

ａ）資本金

2009年4月1日以降（2009年1月22日付政令番号2009-80に従い）株式会社の最低資本金は37,000ユーロ

で、1株当たりの額面金額について法律上の制約はない。株式には、普通株式（actions ordinaires）と優

先株式（actions de préférence）のような異なる種類を設けることができる。優先株式とは、議決権の有

無にかかわらず、優先的配当または清算に関する権利等、普通株式に対する優先的な権利を持つすべての

株式をいう。フランス法上、議決権のない優先株式（actions de préférence sans droit de vote）に関

して、株式会社の資本金全体に占める割合は50％（上場企業の場合は25％）を超えることができない。

 

ｂ）株式の様式、所有および譲渡

株式は、無記名式株式または記名式株式のいずれでもよい。従来の意味における無記名式株式の概念、

すなわち会社がその無記名式株式の株券を発行し、かかる株券の所有者は株券を引き渡すことにより第三

者に当該株式を譲渡することができ、またかかる株券を発行会社に呈示することにより株券に表章された

権利を会社に対して行使することができるという概念は、フランスではもはや存在しない。記名式であれ

無記名式であれ株式の所有は、もはや株券によってではなく、会社の株主名簿への登録（記名式株式

（titres en nominatif pur）の場合）によって、または承認仲介機関が保有する実質株主の個々の口座へ

の記帳（無記名式株式（titres au porteur）もしくは管理登録株式（titres en nominatif administré）

の場合）によって表章される。所有権またはその譲渡は、会社（記名式株式の場合）または承認仲介機関

（管理登録株式および無記名式株式の場合）が発行する証明書により証明される。

当行の定款には、株式譲渡を制限する条項はない。
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ｃ）株式取得

上場会社は、株主による事前の授権を条件として、その資本金の10％を上限として自己株式を取得する

ことができる。フランス商法は次のような株式の会社間の相互保有を制限している。すなわち、もしある

会社が他の会社の資本金の10％以上を直接所有している場合、後者は前者の会社の株式を一切所有するこ

とができない。さらに、会社が直接的にもしくはその子会社またはその支配する会社を通じて間接的に自

己株式を支配している場合、それらの株式については、当該会社の株主総会において議決権の行使が認め

られない。

 

ｄ）株主の責任は所有株式の額面金額を限度とする。

 

ｅ）資本金の変更

・増資

フランス商法の規定に基づき、当行の資本金は、取締役会からの報告に基づく臨時株主総会における株

主の承認を得たうえでのみ増加させることができる。増資は、以下の方法により実施することができる。

・株式の追加発行

・発行済株式の額面金額の増加

・新たな種類の株式の設定

有価証券の追加発行による増資は、以下の1つまたは複数の方法により実施することができる。

－現金を対価とする方法

－現物出資資産を対価とする方法

－エクスチェンジ・オファーによる方法

－発行済債券の転換、交換もしくは償還による方法

－利益、準備金もしくは資本剰余金の資本組入れによる方法

－様々な条件に従い、当行が負う債務を弁済するために行う方法

－吸収合併または会社分割による方法

準備金、利益および／または資本剰余金の資本組入れによる増資を決定するには、通常株主総会に適用

される定足数および多数決要件に従い開催された株主総会における承認が必要である。株式の額面金額の

増加により実施される増資は、準備金、利益または資本剰余金の資本組入れにより実施される場合を除

き、株主の全員一致による承認が必要である。その他のすべての増資は、通常の定足数および多数決要件

に従い開催された臨時株主総会における承認が必要である。

当該増資が株主により承認された場合、株主は、当該増資を実施する権限を取締役会に委託することが

できる。取締役会は、かかる権限をさらに最高経営責任者（directeur général）または（もしいれば）最

高経営責任者代理（directeurs généraux délégués）に委託することができる。委託または再委託がなさ

れる場合、増資が承認された株主総会の日から26ヶ月以内にかかる株式の発行が完了する。

 

・減資

フランス商法に基づき、当行の資本金を減少させるには、臨時株主総会において議決権を行使する資格

を有する株主による承認が必要である。資本金は、発行済株式の額面金額の減少または発行済株式数の減

少のいずれかにより減少させることができる。発行済株式数は、株式の交換または株式の買戻しおよび消

却により減少させることができる。各種類の株式の株主は、影響を受ける各株主が別途合意しない限り、

同等に扱われなければならない。

当該減資が株主により承認された場合、株主は、当該減資を実施する権限を取締役会に委託することが

できる。
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・優先的新株引受権

フランス商法に基づき、当行が資本金に影響を及ぼす（発行時であるかその後であるかを問わない。）

株式または有価証券を発行する場合、現在の普通株式の株主は、その保有割合に応じて、かかる有価証券

の優先的引受権を有する。かかる優先的新株引受権により、当行は、現在の普通株式の株主を優先的に扱

うことが求められる。かかる権利により、これを有する個人または団体は、当行の資本金を増加すること

のできる有価証券が発行される場合に、これを現金により引き受けることができる。譲渡可能な株式から

分離された優先的新株引受権は、申込期間と同じ期間（ただし、申込期間の開始の2営業日（かかる日が取

引日でない場合にはそれに先立つ取引日）前に始まり申込期間の終了の2営業日（かかる日が取引日でない

場合にはそれに先立つ取引日）前に終わる。）内の譲渡が可能になる。優先的新株引受権は上場すること

も可能である。

特定の募集に係る優先的新株引受権は、臨時株主総会における議決権のある株式の3分の2の多数票を有

する株主の決議により、放棄することができる。取締役会およびその独立法定監査人は、フランス法によ

り、優先的新株引受権を放棄する提案を明確に示した報告書を提出する必要がある。放棄を行う場合、有

価証券の発行は法律で定められた期間内に完了しなければならない。

普通株式の株主はまた、その選択により、特定の募集に関する自身の優先的新株引受権を放棄したい旨

を当行に通知することができる。

普通株式の株主は、限定された期間において、普通株式の既存株主に対して、新規の有価証券を引き受

けるための譲渡不能な優先権を与えることを臨時株主総会で決定することができる。

 

ｆ）株式払込請求および株式の失権

・株式払込請求

フランス法上、株式会社（société anonyme (SA)）として組織された会社は、以下の条件に従い、引受

け時に全額の払込が行われていない株式を発行することができる。

・当該会社の設立時に現金により引き受けられた株式は、その額面価額の少なくとも50％が払い込まれ

なければならない。

・増資により現金で支払われた株式は、その額面価額の少なくとも4分の1が払い込まれなければならな

い。

いずれの場合にも、残高は、当該会社の授権機関により決定されたとおり、会社の登記または増資から5

年以内に一括または分割で支払われなければならない。

定款により明示的に認められていない場合、当該会社は、その授権機関により決定された株主による分

割払いの事前支払を受け入れることを要しない。

また、配当受領権は、株主がその引き受けた株式の支払金を当該会社の授権機関が定めた期間内に支払

わなかった場合にのみ停止される。

株式が額面金額を超えた価格で発行されるときは、かかるプレミアムは発行時に全額払い込まれること

を要する。

 

・株式の失権

フランス法上、株主が取締役会の要求する方法および日時による分割払いを行わなかった場合、以下の

結果が生じる。

・当該株主に対して正式な通知が送付されてから1ヶ月が経過した後においても当該分割払い金が支払わ

れていない場合、当行は、当該分割払い金が支払われていない株式を裁判所の承認を受ける必要な

く、未公開株式については競売により、上場株式については関連市場に、売却することができる。

・取締役会が定めた当該分割払いの支払日以降、未払いの金額に対して、適用ある法定金利による利息

が付される。

・会社が損失を被った場合、当該株主は損害賠償の責任を負う可能性がある。
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・当該株主に対して正式な通知が送付されてから30日が経過した後においても当該分割払い金が支払わ

れていない場合、当該分割払い金が支払われていない株式による、株主総会への出席権および議決権

の付与が停止される。かかる株式に付随する議決権は、株主総会における定足数および多数決に算入

されないものとする。

・このような株式に付随する配当受領権および優先的新株引受権は、一時的に停止される。元本および

利息の全額支払の後、当該株主は、未受領の配当がある場合にはその支払を要求することができる。

しかしながら、当該株主は、当該申込期間の終了後に当該優先的新株引受権を行使することはできな

い。

 

ｇ）株式保有の変更の通知

・法定の株式保有基準を超えた場合の通知

単独行動または協調行動をとる自然人または法人が、株式保有について、規制市場におけるいずれかの

上場会社の資本金または議決権（議決権の数が株式の数と異なる場合）の1/20（5％）、1/10（10％）、

3/20（15％）、1/5（20％）、1/4（25％）、3/10（30％）、1/3、1/2（50％）、2/3、18/20（90％）また

は19/20（95％）超を占める数の株式を直接または間接的に保有するようになった場合には、会社およびフ

ランス金融市場機関（AMF）にその旨を通知しなければならない。かかる通知には、(ⅰ)発行される株式お

よびそれに付随する議決権を取得することができる有価証券（ワラント、転換社債および新株式もしくは

既存株式への転換または新株式もしくは既存株式との交換が可能な債券など）の数ならびに(ⅱ)契約また

は金融証書に基づき報告者が取得する権利がある株式についての記載も含まれなければならない。

かかる通知を怠った場合、当該基準を超える株式については議決権をかかる通知がなされた日から2年間

行使することができない。

 

・法定外の株式保有基準を超えた場合の通知

また、上場会社の定款において、当該会社の資本金または議決権の0.5％から5％の間の追加の株式保有

基準を超えた場合の通知が定められていることがある。下記（２）の当行定款第9条を参照。

 

ｈ）経営

フランス法上、株式会社の株主は2種類の経営制度について選択権が与えられている。すなわち、最高経

営責任者を伴う取締役会の制度、または業務執行役員会と監督委員会の制度である。

(ⅰ) 取締役会および最高経営責任者

取締役会（Conseil d'administration）は3名以上18名以内の取締役からなる。また、吸収合併または

新設合併の場合、取締役の数を暫定的に最高24名まで増加することができる。従業員代表取締役は、か

かる取締役の数の制限の対象ではない。取締役はフランス人もしくは外国人または法人でもよいが、取

締役として選任された法人の場合はその常任代表者として自然人を指名しなければならない。

フランス法上、取締役は、自身の取締役としての選任および職務の終了に関して株主総会に提示され

た議題について、議決権を行使することができ、また定足数に含めることができる。

2009年1月1日以降、定款に別段の定めがある場合を除き、取締役会構成員が会社株式を1株以上保有し

なければならないとする要件はない。

2011年1月27日付の取締役会および監督委員会における男女の均衡ある代表ならびに職業的平等に関す

る法律第2011-103号(Loi n°2011-103 du 27 janvier 2011 relative à la représentation équilibrée

des femmes et des hommes au sein des conseils d'administration et de surveillance et à

l'égalité professionnelle)（随時の改正を含む。）により、(ⅰ)上場会社および(ⅱ)3連続事業年度に

おいて、平均250人以上の正社員を雇用し、純売上高または貸借対照表の合計が50百万ユーロ以上である

非上場会社の取締役会における、各性別の取締役の構成員の最低人数が定められている。したがって、

また、フランス商法第L.225-18-1条および第L.22-10-3条に従い、2017年1月1日以降、かかる会社の取締
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役会における女性または男性の取締役の比率は40％を下回ってはならない。当該取締役会が8名以下の取

締役で構成される場合、かかる取締役のうち男性（場合により女性）の数が他の性別の取締役の数を2名

より多く超えないように取締役会を構成するものとする。当該規定に違反して行われた任命で、取締役

会の構成における不正を是正しないものは、無効とされる。2024年10月15日付政令番号2024-934は、

ジェンダー・バランス要件を従業員代表取締役および従業員株主を代表する取締役に拡大するものであ

り、2026年1月1日から2027年1月1日までの間に段階的に施行される。

また、2021年12月24日付の経済的・職業的平等を加速する法律第2021-1774号（Loi n°2021-1774

visant à accélérer l'égalité économique et professionnelle）（2022年4月26日付命令第2022-680号

（Décret n° 2022-680 du 26 avril 2022 relatif aux mesures visant à assurer une répartition

équilibrée de chaque sexe parmi les cadres dirigeants et les membres des instances

dirigeantes）および2023年5月15日付命令第2023-370号（Décret n° 2023-370 du 15 mai 2023

relatif à la procédure de pénalité en matière de répartition de chaque sexe parmi les cadres

dirigeants et les membres des instances dirigeantes）により改正）に基づき、企業形態にかかわら

ず、フランスの大企業（すなわち、過去3年間の従業員数が1,000人以上の企業）は、以下のことが義務

付けられる。

・毎年3月1日（2021年度は例外的に2022年9月1日まで）に、前年度の上級管理者（cadres dirigeants）

および経営機関（instances dirigeantes）における男女比を示す統計を発表すること。かかる統計

は、会社のウェブサイトで公表するものとし、ウェブサイトがない場合には、会社の従業員に何らか

の手段で伝達しなければならないと定められている。また、2023年3月1日以降、かかる統計はフラン

ス労働省（ministère chargé du travail）のウェブサイトでも毎年公表されている。

・上級管理者（cadres dirigeants）および経営機関（instances dirigeantes）のそれぞれにおける男

女比が、2026年3月1日以降は30％、2029年3月1日以降は40％を常に下回らないこと。2029年3月1日以

降、この要件を満たさず、2年以内にかかる不履行を是正しないフランスの大企業は、一定の状況下

で、かかる期間が満了する前の暦年中に従業員または従業員とみなされる者に支払われた報酬および

所得の1％以下の罰金により制裁を受けることがあると定められている。

フランス法に基づき、株式会社の取締役会における従業員代表取締役の最低人数が定められている。

取締役会には最低1名（取締役が8名までの取締役会について）または2名（取締役が8名を超える取締役

会について）の従業員代表取締役が含まれなければならない（フランス商法第L.225-27-1条および第

L.22-10-7条）。2019年5月22日付法律第2019-486号に従い、会社は、2020年度の年次株主総会後6ヶ月以

内にかかる要件を満たさなければならない。かかる要件は、2連続事業年度において、フランスに登記上

の事務所を有する直接または間接の関連会社と合わせて少なくとも1,000人の正社員を有するか、すべて

の関連会社（直接または間接を問わない。）と合わせて少なくとも5,000人の正社員を有する、フランス

国内または国外に登記上の事務所を有する株式会社に適用される。下記（２）の、フランス商法第

L.225-27条ないし第L.225-34条および第L.22-10-6条ないし第L.22-10-7条に従い、従業員代表取締役2名

の選任について定める当行定款第11条を参照。

取締役は最長任期6年で株主により選任され、定款に別段の定めがない限り、（適用ある法律または定

款に定めがある場合はその年齢制限の範囲内で）何度でも再任されることができる。取締役は、株主総

会により事前の通知、理由または補償なしに解任され得る。

取締役会は、会社の利益に沿ってかつ会社の活動の社会および環境に関する課題を考慮して、会社の

活動の方向性を決定し、その実行を確保する。2019年5月22日付法律第2019-486号に従い、会社はその定

款に、目的に加えて会社の存在の論理的根拠も記載することができる。その場合、取締役会は、かかる

論理的根拠も考慮に入れる（フランス商法第L.225-35条）。取締役会は、株主総会に明示的に与えられ

た権限に従い、また会社の目的の範囲内で会社の適切な運営に関する一切の問題を取り扱い、会社に関
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する事項を協議によって決定する。取締役会はその任務の遂行に必要なすべての文書および情報を与え

られ、適切とみなす管理および検証を行うことができる。

審議を有効とするためには、少なくとも半数の取締役が実際に審議の場に出席する必要がある。取締

役会の決議は、定款に特定多数決の定めがない限り、出席取締役または委任状により代理された取締役

の多数決により決せられる。可否同数の場合は、定款に別段の定めがない限り、取締役会会長

（Président du Conseil d'administration）が決定権限を有する。

取締役会会長は取締役会の構成員の中から同構成員によって選任される。取締役会会長は取締役会の

業務を調整および監督し、株主総会にこれを報告する。取締役会会長は会社の企業組織が正常に機能し

ていることを確認し、特に他の取締役会構成員がそれぞれの任務を遂行できることを確保する。

取締役会は、会社の経営管理を組織化する方法を決定する。会社の経営管理は、取締役会会長が、ま

たは取締役会に選任された最高経営責任者の肩書を有する者が、自らの責任で担当することができる。

最高経営責任者は、すべての状況において会社を代表して行為をする幅広い権限を与えられている。

最高経営責任者は、会社の目的の範囲内で、また、法が明示的に株主総会または取締役会に与えた権限

に従って、その権限を行使する。

最高経営責任者は、第三者との関係で会社を代表する。会社は、第三者が当該行為が会社の目的の範

囲外であることを知っていたこと、または定款の公表だけではかかる証明をするのに十分でないと思わ

れる場合は知っていたはずであることが証明されない限り、会社の目的の範囲外の最高経営責任者の行

為によっても拘束される。

取締役会または定款により最高経営責任者の権限を制限することができるが、この制限は第三者に対

しては効力を有しない。

最高経営責任者は、取締役会により選任され、取締役会によりいつでも解任され得る。

取締役会は、最高経営責任者の提案により、最高経営責任者代理の肩書で最高経営責任者を補佐する

責任を負う者を選任することができる。2019年5月22日付法律第2019-486号に従い、かかる選任の過程で

は、取締役会は選任手続の最後まで各性別で少なくとも1人の候補者を擁し、また、最高経営責任者はそ

の提案において男性と女性が平等に代表されるように努めなければならない（フランス商法第L.225-53

条）。取締役会は、最高経営責任者の提案により、いずれの最高経営責任者代理も解任することができ

る。

取締役会は、最高経営責任者の同意を得て、最高経営責任者代理に与えられる権限の範囲および期間

を決定する。ただし、最高経営責任者代理は、第三者との関係においては、最高経営責任者と同一の権

限を有するものとする。

(ⅱ) 業務執行役員会および監督委員会

本制度の下で会社は監督委員会（Conseil de surveillance）の監督下にある業務執行役員会

（Directoire）により経営される。

監督委員会は3名以上18名以内の監事から構成され、監事にはフランス人もしくは外国人または法人が

なることができ、定款に別途の定めがない限り、最長任期6年で株主により選任される。ただし、何度で

も再任されることができる。監事は通常株主総会で理由を示されることなくいつでも解任され得る。法

人が監事になっている場合は、その法人は自然人をその常任代表者として定める。各監事は、定款に定

めがある場合に限り、会社の株式を一定数保有しなければならない。監督委員会に関係する規定の大部

分は、取締役会に適用されるものと同様であるが、監督委員会は業務執行役員会を単に監督するのに対

して取締役会は経営機能を有する点が異なる。

業務執行役員会は、2名以上5名以内（上場会社の場合は7名以内）の構成員からなり、その構成員は自

然人であることを要し、監督委員会により選任される。2019年5月22日付法律第2019-486号に従い、かか

る選任の過程では、監督委員会は、選任手続の最後まで各性別で少なくとも1人の候補者を擁し、また男

性と女性が平等に代表されるように努めなければならない（フランス商法第L.225-58条）。構成員は、

定款に別段の定めのある場合を除き、株主である必要はない。資本金が150,000ユーロ未満の株式会社の
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業務執行役員会は1名の構成員を有するだけでよい。この場合、当該構成員は単独最高経営責任者

（directeur général unique）と呼ばれる。業務執行役員会の構成員の任期は、定款に定めがなければ4

年、定めがあるときは最低2年で、かつ最長6年である。

業務執行役員会の権限は広範で、会社の目的ならびに監督委員会および株主総会に法律上留保された

決定による制約を受けるのみである。業務執行役員会は、会社の利益に沿ってかつ会社の活動の社会お

よび環境に関する課題を考慮して、会社の活動の方向性を決定し、その実行を確保する。2019年5月22日

付法律第2019-486号に従い、会社はその定款に、目的に加えて会社の存在の論理的根拠も記載すること

ができる。その場合、業務執行役員会は、かかる論理的根拠も考慮に入れなければならない（フランス

商法第L.225-64条）。業務執行役員会の権限に加えられた制限は会社内部では拘束力を有するが、第三

者に対してその制限は法的強制力を有さない。業務執行役員会によりなされる経営上の決定に関する規

則は定款に定められる。業務執行役員会は合議制の経営機関である。業務執行役員会の構成員1名は監督

委員会により会社を代表すべきことを定められる。このように選定された者は業務執行役員会会長の肩

書を有し、第三者との関係で会社を代表する。

取締役会の構成に適用される女性構成員および従業員代表に関する規則と同様の規則が、各々2011年1

月27日および2017年1月1日以降ならびに2013年6月14日以降監督委員会に適用されている。取締役会の構

成に適用される女性構成員および従業員代表に関する2019年5月22日付法律第2019-486号の規定は、監督

委員会にも適用されている。

業務執行役員会は、四半期ごとの営業報告書を監督委員会に提出する。業務執行役員会の構成員は監

事を兼ねることができない。業務執行役員会の構成員は、通常株主総会および定款で定められている場

合において監督委員会により解任される。業務執行役員会の構成員が正当な理由なく解任された場合、

当該構成員には損害賠償の請求を行う権利が認められている。

(ⅲ)関連当事者間取引（conventions réglementées）

フランス法に基づき、直接のまたは間接的な関連当事者（すなわち、いずれかの取締役、最高経営責

任者、最高経営責任者代理および株式会社の議決権の10％超を保有するいずれかの株主またはかかる株

主が会社の場合は、当該会社を管理する会社）は、自身または自身と関係のある者または事業体と当行

との間で直接または間接的に締結される取引を認識した場合、直ちに取締役会に報告しなければならな

い。かかる取引は、(ⅰ)通常の業務において締結されたアームスレングスルールでの取引および(ⅱ)

（2014年7月31日付政令番号2014-863に基づき）直接または間接的に、一方が他方の株主資本の100％を

保有する2社間で締結される取引（以下「適用除外取引」という。）を除き、関連当事者間取引

（conventions réglementées）と呼ばれ、（2014年7月31日付政令番号2014-863に基づき）取引による当

行の利益を考慮して、また、特にかかる取引の財政状態に関して取締役会による事前承認および次の株

主総会における事後承認を得なければならない。直接のまたは間接的な関連当事者は、かかる取引の事

前または事後の承認（場合による。）のために取締役会または年次株主総会に提示された議題について

議決権の行使または決議への参加を行ってはならない（フランス商法第L.225-40条）。関連当事者は、

フランスの裁判所の最終的な管理の下で、関連当事者間取引がアームスレングスルールでかつ通常の業

務において締結されたか否かを決定する責任を有する。

フランス法上、適用除外取引でない関連当事者間取引（convention réglementée）は、最終的に、か

かる取引に関する法定監査人の特別報告書が提供された後の年次株主総会（またはこれに関して開催さ

れたその他の通常株主総会）に出席し、またはこれに代理出席した株主の過半数票により承認されなけ

ればならない。直接のまたは間接的な関連当事者はかかる投票に参加してはならず、その有する株式

は、当該投票に係る定足数の計算において算入されるが、多数決の計算においては算入されない（フラ

ンス商法第L.225-40条）。ただし、フランス法に基づき、かかる関連当事者間取引は、取締役会の承認

を得た場合には有効となる。かかる取締役会の事前承認がない場合、次の株主総会において承認されな

い限り、当行にとって不利益ないかなる契約も無効であると宣言することができる。関連当事者はま

た、民事責任を負う場合がある。一度取締役会により正式に承認されると、（不正行為として失効させ
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られない限り）関連当事者間取引は有効で、次回の株主総会までに承認されなかったとしても、第三者

に対する効力を有し続ける。株主総会においてかかる取引が承認されなかったとき、関連当事者および

（必要な場合には）その他の取締役は、この場合、かかる取引の結果当行が被った損失に対して責任を

負う。

さらに、2014年7月31日付政令番号2014-863に基づき、適用除外取引ではなく、前年度に承認された関

連当事者間取引は、取締役会により精査されなければならず、かかる取引が継続して実行される限り各

年当行の法定監査人に連絡しなければならない。

会社の関連当事者（すなわち、いずれかの取締役、最高経営責任者、最高経営責任者代理および株式

会社の議決権の10％超を保有するいずれかの株主）とフランス商法第L.233-3条の意義の範囲内において

会社が支配する他の事業体との間で直接または間接的に締結される取引は、年次株主総会において株主

に報告書を配布して注意喚起しなければならない（フランス商法第L.225-37-4条）。

2019年5月22日付法律第2019-486号に従い、上場会社は、そのウェブサイト上で、遅くとも関連当事者

間取引が行われる時点までにその最新の情報を公開しなければならない。そうでない場合、関連当事者

は取締役会にかかる情報を公開する命令を下すよう裁判官に要求することができる（フランス商法第

L.22-10-13条）。2020年12月29日付命令番号2020-1742は、上場会社がウェブサイト上で公開すべき関連

当事者間取引の情報の一覧を規定する（フランス商法第R.22-10-17条）。かかる情報には、関連当事者

の識別、関連当事者の会社との関係、契約の日付および財務条件ならびに当該契約について直接的また

は間接的に利害のない会社および株主（少数株主を含む。）が当該契約の利害を評価するにあたって必

要な情報が含まれる。

上場会社において、適用除外取引は、その時点でもフランス商法第L.225-39条に基づく適用除外の対

象であるかを判定するために定期的に取締役会によって見直されなければならない。直接のまたは間接

的な関連当事者は、かかる判定に参加することはできない（フランス商法第L.22-10-12条）。

フランス法に基づき、取締役、最高経営責任者および最高経営責任者代理は、通常の条件での通常の

商慣習による取引を除き、当行によって提供された融資、融資類似の取引、保証またはその他の信用供

与から直接または間接的に個人的な利益を得ることを禁止されている。

かかる規則は業務執行役員会および監督委員会にも準用され、関連当事者間取引は事前承認を得るた

めに監督委員会に提示される。

 

ⅰ）株式に付与された権利

(ⅰ) 株主総会

株主は、総会を通じて会社に対する支配権を行使する。（2010年12月9日付政令番号2010-1511に従

い）2011年1月1日から、上場企業の株主は、配偶者またはその他の個人もしくは法人に対して委任状を

与えることができる。

総会には通常株主総会・臨時株主総会の2種類がある。

 

通常株主総会

通常株主総会は、少なくとも毎年1回、財務書類を承認するために事業年度末から6ヶ月以内（金融機

関については5ヶ月以内）に開催されなければならない。

通常株主総会は、法律により臨時株主総会に与えられた権限を除く、以下のすべての事項につき決定

する権限を有する。

・取締役の選任、変更または解任

・独立法定監査人の選任

・年次決算の承認

・配当の宣言または株式による配当支払の承認

・一定の関連当事者間取引の承認
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通常株主総会の第1回招集の場合の定足数は、議決権付株式の5分の1を有する株主が出席し、または代

理出席することにより充足される。第2回招集については定足数の要件はない。かかる決議の採択のため

には出席または代理出席した株主が保有する議決権の過半数の賛成投票（代理投票を含む。）を要す

る。

 

臨時株主総会

臨時株主総会においてのみ定款を変更する権限を有する。利益剰余金、準備金または資本剰余金の資

本組入れは、臨時株主総会で承認されるが、その定足数および多数決要件は通常株主総会に適用される

ものと同じである。その他のすべての決議については、定足数は第1回招集で議決権付株式の少なくとも

4分の1または第2回招集で5分の1を有する株主が出席し、または代理出席することにより充足される。決

議の可決のためには出席または代理出席した株主が保有する票の3分の2の過半数の賛成投票（代理投票

を含む。）を要する。定款により数種の株式が定められている場合は、全株主に適法に通知された臨時

株主総会の承認がなければこれら数種の株式の権利内容に変更を加えることができない。さらに、関係

する種類の株式の株主の特別総会により当該決議が承認されなければならない。

(ⅱ) 議決権

一般に、1株当たりの株式の議決権の数は、保有する資本金の割合に比例するが、原則として1株につ

き1個の議決権を有する。ただし、一定の条件が満たされた場合、定款の特定の規定により一定の株式に

対して2倍の議決権が与えられ得る。ただし、上場企業の場合は原則として、定款に別途の定めがない限

り、同一の株主が最低2年間全額払込済の記名式株式を所有する場合、かかる株式に2倍の議決権が自動

的に与えられる。株主1名当たりの議決権の数を制限することは可能であるが、かかる制限は、配当優先

の無議決権優先株式を除く全株式に適用されなければならない。

(ⅲ) 配当および準備金

配当および利益処分は株主により承認されなければならない。定款に別段の記載がある場合を除き配

当金の支払について制限はないが、配当は分配可能利益を上回ることはできない。さらに、各年、純利

益の最低5％は、発行済株式の資本金の10％に達するまで法定準備金に組み入れることを要する。定款に

より第1順位配当を設けることができる。法定監査人が意見を述べた最終または中間貸借対照表により、

利益が減価償却、準備金および適用ある場合は繰越損失による調整後の中間配当の額以上であることが

示される場合には、会社は中間配当を支払うこともできる。取締役会（または業務執行役員会）は、中

間配当の支払、その金額および支払日について決定する。

(ⅳ) 法定監査人

会社の財務書類は、非常に広い調査権限を有する1名または複数名の法定監査人により監査される。か

かる法定監査人は通常株主総会において株主より選任され、任期は6年とし、延長が可能である。

（2014年4月16日付規則（EU）第537/2014号に従い）2016年6月17日以降、適用ある暫定規定に従い、

公益事業体における法定監査人または監査事務所の当初就任は延長された場合には、それと合わせて最

長10年の任期とするが、当該規則で定められた特例（具体的には、複数の法定監査人または監査事務所

が同時に就任している場合、これらの任期は最長24年まで延長が可能であること。）に従うものとす

る。

また、法定監査人は当該会社と共通の利益を有してはならない。

(ⅴ) 清算

会社の清算の場合は、全負債および清算費用支払後の残余金は、株主（議決権証券保有者を除く。）

の間で分配される。
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（Ｂ）フランスの上場会社に適用される主要な定期的および継続的開示義務

定期報告

透明性要件およびフランスの有価証券に関する法律に基づき、当行は、事業年度の終了後4ヶ月以内に、

年次財務報告書を開示しなければならない。かかる年次財務報告書には、(ⅰ)連結財務書類（連結および

単体の会計）、(ⅱ)経営陣による当行の業績および財政状態の検討および分析、(ⅲ)かかる報告書につい

て責任を負う者の責任報告書および(ⅳ)財務書類に関する監査報告書が含まれなければならない。フラン

ス法により明示的に認められているとおり、当行は、一括登録書類のフランス金融市場機関への提出およ

び開示を行っており、それには年次財務報告書等が含まれている（2017年6月14日付の欧州議会および理事

会の規則（EU）第2017/1129号（2019年7月21日に施行）に基づく。）（以下「URD」という。）

当行はまた、当該事業年度の半期の終了後3ヶ月以内に、中間財務報告書を開示しなければならない。か

かる中間財務報告書には、(ⅰ)半期の要約連結財務書類、(ⅱ)経営陣による当行の半期の業績および財政

状態の検討および分析、(ⅲ)かかる報告書について責任を負う者の責任報告書および(ⅳ)当行の監査人に

よるこれらの財務書類についての限定的な検討報告書が含まれなければならない。

また、当行は任意で四半期財務情報を開示することができる。

 

継続開示義務

ユーロネクスト・パリの上場会社として、当行は、有価証券の価格に影響を与える重要な非公開の情報

について、すべての市場参加者に対して同等に迅速かつ正確な開示を確実に行わなければならない。この

要件は、金融商品の1つもしくは複数の発行体または1つもしくは複数の金融商品に直接または間接的に関

連する正確な非公開情報であり、公開された場合に当該金融商品またはこれに関連する金融商品の市場価

格が重大な影響を受ける可能性があるものに対して適用される。

 

（Ｃ）以下の記載は、協同組合銀行および相互銀行全般に適用されるフランス通貨金融法典の特定の規定の

概略である。

地域銀行、地区金庫およびクレディ・アグリコルのネットワーク（フランス法により、クレディ・アグ

リコル・エス・エー、地域銀行、地区金庫およびその他の関連機関（主にクレディ・アグリコル・CIB）を

含むと定義される。以下「クレディ・アグリコル・ネットワーク」という。）の中央機関としてのクレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、銀行規制当局（金融健全性規制監督・破綻処理機構（Autorité de

contrôle prudentiel et de résolution）（旧与信機関・投資サービス会社委員会（Comité des

établissements de crédit et des entreprises d'investissement）））より付与された免許に基づく相

互銀行（banques mutualistes）である。従って、クレディ・アグリコル・エス・エー、地域銀行および地

区金庫は、フランス商法の規定およびフランス通貨金融法典の一般規定に加えて、相互銀行または協同組

合銀行に関するフランス通貨金融法典の特定の条項の適用を受ける。

地域銀行はクレディ・アグリコル・エス・エー（中央機関としての役割を担う。）より貸付を受け、そ

の監督の下で事業を行っている。地区金庫は地域銀行の株式資本の大部分および議決権の100％を所有して

おり、クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関としてのクレディ・アグリコル・エス・エーの監

督下にある。

 

ａ）中央機関の役割および責任に関する記載

中央機関は、フランス銀行（Banque de France）および金融健全性規制監督・破綻処理機構（Autorité

de contrôle prudentiel et de résolution）（以下「ACPR」という。）に先立ち、その関連組織である金

融機関を代表している。中央機関は、そのネットワーク内の結束力を確保し、中央機関の関連組織である

機関が正常に機能するよう取り計らうことに責任を負っている。この目的のために、中央機関は、各金融

機関およびネットワーク全体を総じて、特に両者の流動性および支払能力を確保するために必要なすべて

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

  21/1736



の措置をとることとなっている。中央機関はまた、その関連組織である金融機関、金融会社または投資会

社の株主に対する配当の分配または株式報酬の支払を禁止または制限することを決定することがある。

中央機関は、金融機関を対象とする法令の適用を監督し、当該組織およびその経営を管理面、技術面お

よび財務面で統制している。中央機関による現場検査は、中央機関の直接子会社または間接子会社に加え

て、中央機関の関連組織である機関の直接子会社または間接子会社にも及ぶことがある。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス通貨金融法典の規定（第L.511-30条、第L.511-31条お

よび第L.511-32条）に従い、クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関として、クレディ・アグリ

コル・エス・エーの関連組織である機関について、結束したネットワーク（フランス通貨金融法典第

R.512-18条に定義される。）を維持し、かかる機関の適切な機能およびかかる機関による適用されるすべ

ての法令の遵守を確保するため、管理上、技術上および財務上の監督を行う責任を負う。したがって、ク

レディ・アグリコル・エス・エーは、とりわけ、クレディ・アグリコル・ネットワーク全体およびクレ

ディ・アグリコル・ネットワークに属する各機関（関連機関を含む。）の両方の流動性およびソルベン

シーを保証するために必要なすべての措置を講じることができる。

 

ｂ）中央機関としてのクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会に関する特定の規定

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会には、フランス商法に従って株主総会により選任される

メンバーに加えて、フランス国務院（Conseil d'Etat）への諮問後に出される命令において定められると

ころに従い選任される農業専門組織の代表者が含まれる。

取締役会は、地域銀行の取締役であることを要する会長を選任し、会社の経営について責任を負う最高

経営責任者を選任する。

 

ｃ）中央機関としてのクレディ・アグリコル・エス・エーの株式保有に関する特定の規定

地域銀行に帰属するクレディ・アグリコル・エス・エーの資本金に係る株式保有は、共通会社であるSAS

リュ・ラ・ボエスィに集約されている。

地域銀行が保有するクレディ・アグリコル・エス・エーの株式に付されている議決権の3分の1は、地域

銀行間に均等に割り当てられており、残りの3分の2は、各地域銀行が保有する株式数に比例して割り当て

られている。

 

（Ｄ）当行のようなフランスの上場株式会社に適用される会計原則および財務情報の開示要件

フランスの会計規則は、フランス商法に定められた法的枠組みに基づいており、フランス通貨金融法典

およびフランス金融市場機関の一般規則（Règlement Général de l'AMF）に定められた財務情報開示要件

により補足されている。

 

会計原則

フランス商法に従い、当行のような株式会社は年次財務書類を作成し、また、（当行のように）あるグ

ループの親会社である場合には連結財務書類を作成しなければならない。

かかる年次財務書類および連結財務書類は、6事業年度内の株主総会において選任された法定監査人によ

る監査を受け（上記「（Ａ）以下の記載は、当行を含む上場株式会社に適用されるフランス商法の主要な

規定の概略である。」記載の2014年4月16日付規則（EU）第537/2014号の規定に基づく。）、また、会社の

資産、負債、財政状態ならびに利益および損失を真正かつ公正に表示しなければならない（フランス商法

第L.123-14条）。

当行は、株主総会（当行は金融機関であるため、フランス通貨金融法典第R.511-6条に従い5月31日より

前に開催される。）に、前事業年度に係る年次決算を提出し、承認を受けなければならない。

当行は、フランス商法第L.232-23条に従い、他の株式会社と同様に、上記の決算の承認の翌月中に、

（ⅰ）単体決算および連結決算、（ⅱ）すべての関連する報告書（特に、年次経営報告書、単体決算およ
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び連結決算に対する監査報告書、グループの年次経営報告書、サステナビリティ情報認証報告書）ならび

に（ⅲ）株主総会に提出された利益分配案および可決された分配決議を反映させた商業・会社登記簿

（registre du commerce et des sociétés）を届け出なければならない。

 

財務情報開示要件

フランス通貨金融法典およびフランス金融市場機関の一般規則に従い、当行のような上場会社は、財務

情報に関する定期的開示義務に従う必要がある。したがって、当行は、年次会計報告書および半期会計報

告書を公表し、そのすべてに、上記「（Ｂ）フランスの上場会社に適用される主要な定期的および継続的

開示義務」に記載される特定の情報が含まれなければならない。

 

資本要件

当行は金融機関であることから、下記「（Ｅ）フランスにおける政府による金融機関の監督および規

制」、特に下記（Ｅ）の「銀行規則」の項に記載される厳格な資本要件を遵守しなければならない。

 

（Ｅ）フランスにおける政府による金融機関の監督および規制

フランスの銀行規制監督機関

フランスの銀行法は、主に直接適用される欧州連合の規則および主に欧州連合指令から派生しているフ

ランス通貨金融法典ならびにガイドラインに規定される。フランス通貨金融法典には、銀行を含む金融機

関が事業を行うことのできる条件が定められており、またこれにより、一定の銀行の規制および監督機関

に対して関連する監督および規制の権限が与えられている。

 

フランスの銀行規制監督局

フランスにおいて、2013年7月、金融機関および保険会社を監督し、また、顧客保護および金融システム

安定化の確保を担うACPRが設立された。2013年10月15日、欧州連合は、ユーロ圏およびユーロ圏と繋がり

の強い国々の金融機関に対する単一の監督メカニズム（以下「ECB単一監督メカニズム」という。）を設置

するとの規則（EU）第1024/2013号を採択した。これにより、金融機関の金融健全性規制監督に関する方針

についての固有の任務が欧州中央銀行（以下「ECB」という。）に与えられた。かかる欧州規則により、ク

レディ・アグリコル・グループを含む一部のヨーロッパの金融機関および銀行グループについて、該当す

る国家規制当局と共にECBに直接の監督権限が与えられた。

2014年11月4日以降、ECBは、以下のとおり、フランスにおいてはACPRと密接に協力して、ECB単一監督メ

カニズムの枠組み内における監督の任務および責任を遂行している（以下ACPRおよびECBの各々を「銀行規

制監督局」という。）。

・ECBは、金融健全性規制監督を目的として、規模にかかわらずあらゆる金融機関に関する以下の任務を行

う排他的権限を有する。

・金融機関の運営の認可および金融機関の認可の取消し

・銀行の破綻処理の場合を除く、他の金融機関における適格持分の取得および処分の通知の査定

・その他の監督任務はECBとACPRの両方によって行われ、各々の監督の任務および責任は、監督される事業

体の規模により割り当てられる。ECBは、クレディ・アグリコル・グループのような大銀行を直接監督す

る一方、ACPRは、規模のより小さい事業体の監督を担う。これらの監督任務は、とりわけ以下を含む。

・自己資本要件、証券化、大規模なエクスポージャーの制限、流動性、レバレッジならびにかかる事項

の報告および情報開示において、金融機関に対する一般的な欧州連合の銀行規則で定められたすべて

の金融健全性要件を遵守させること。

・ストレス・テストおよびその公表（ある場合）を含む監督目的のレビューを行い、かかる監督目的の

レビューに基づき、必要な場合は、金融機関に対して、EU法で定められた条件下での財政安定を守る

ためのより厳しい金融健全性要件を課すこと。
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・（管理プロセス、内部統制メカニズム、報酬の方針および実行の責任者に対する適切な要件を含む）

強固なコーポレート・ガバナンスの実践ならびに効果的な内部での適正資本査定のプロセスを求める

こと。

・再建計画に関する監督任務を行い、また、金融機関またはグループが適用ある金融健全性要件を満た

していないかまたは違反しそうな場合に、早期介入すること。これは、財政的圧迫または破綻を防ぐ

ために必要な組織変更を含むが、破綻処理手法を除く。

・ACPRは、金融機関に対し、自己資本要件（カウンターシクリカル・バッファー比率を含む。）に加え、

資本バッファーを該当する水準で保持させる要件を適用させることができる。ECBは、必要とみなす場

合、ACPRに代わり（ただしACPRと密接に協力して）このようなより厳格な要件を適用させることができ

る。

 

破綻処理当局

フランスにおいて、ACPRは金融危機の阻止および破綻処理のための手法（下記に記載されるベイルイン

手法を含むがこれに限定されない。）の実施を担っている。下記「破綻処理手法」の項目を参照。

また、2016年1月1日以降、単一の破綻処理メカニズムおよび単一破綻処理基金の枠組み内での金融機関

および一定の投資会社の破綻処理に関する統一的な規則および統一的な手続を定めた2014年7月15日付の欧

州議会および理事会の規則（EU）第806/2014号（金融機関および投資会社の損失吸収力および資本構成の

変更能力に関する2019年5月20日付欧州議会および理事会の規則（EU）第2019/877号により改正）（以下

「単一破綻処理メカニズム規則」という。）により設立された単一の破綻処理委員会（以下「単一破綻処

理委員会」という。）が、国内の当局と共に、国際的な金融機関および銀行グループならびにクレディ・

アグリコル・グループのようにECBにより直接監督される金融機関および銀行グループの破綻処理計画およ

び破綻処理決定の準備を担っている。

ACPRは、単一破綻処理委員会の指示に従い破綻処理計画を実施する責任を引き続き負っている。

「関連破綻処理当局」とは、ACPR、単一破綻処理メカニズム規則に基づき設立された単一破綻処理委員

会ならびに／または随時法定損失吸収権限の行使または行使への関与に対して権利を有するその他のあら

ゆる当局（単一破綻処理メカニズム規則第18条に基づき行動する欧州連合理事会および欧州委員会を含

む。）を意味するものとする。

「法定損失吸収権限」とは、BRRDの移行に関連する、フランスにおいて有効な法律、規制、規則または

要件の下で随時存在する権限（2015年8月20日付法令および2020年12月21日付法令（随時の改正を含み、以

下「BRRD実施法令」という。）ならびに単一破綻処理メカニズム規則に基づくもの、またはその他フラン

ス法に基づいて発生するものを含むが、それらに限定されない。）を意味する。その下で指示、規則およ

び基準が策定された場合はいずれも、それらに基づき発生する、フランス通貨金融法典第L.613-34条の第

Ⅰ節（BRRD実施法令によって改正）で言及される事業体（フランスで設立された一定の金融機関、投資会

社およびそれらの親会社もしくは持株会社の一部（以下「規制事業体」という。）もしくはかかる規制事

業体の関連会社を含む。）の義務を、削減（一部もしくは全部）、取消し、停止、移転、変更もしくはそ

の他の方法で修正するか、または、規制事業体（もしくはかかる規制事業体の関連会社）の有価証券を、

かかる規制事業体もしくはその他の者の株式、その他の有価証券もしくはその他の債務に転換することが

できる。これは、破綻処理の開始後のベイルイン手法の実施に関連するか、または、破綻処理手続開始前

か、破綻処理手続以外かもしくは別途の場合の元本削減もしくは転換の権限に関連するかを問わない。

「BRRD」とは、金融機関および投資会社の損失吸収能力および資本再構成能力に関する指令第2014/59号

を改正する、2019年5月20日付の欧州議会および理事会の指令（EU）第2019/879号により改正された、金融

機関および投資会社の再建および破綻処理のための枠組みを設立する2014年5月15日付の欧州議会および理

事会の指令第2014/59/EU号ならびに指令第98/26/EC号をいい（随時改正されまたは置き換えられる。）、

場合に応じて、フランス法に基づく実施規定を含む。

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

  24/1736



その他のフランスの銀行規制および監督機関

金融部門協議委員会（Comité consultatif du secteur financier）は、金融機関、支払機関、投資会

社、保険会社および顧客の代表者により構成される。かかる委員会は、上記の事業体とそれら各々の顧客

との間の関係を調査し、意見（avis）を提供し、一般的な推奨事項（recommandation d'ordre général）

を提案または採用する。

金 融 法 令 協 議 委 員 会 （ Comité consultatif de la législation et de la réglementation

financières）は、フランス経済大臣からの求めにより、フランス金融市場機関（AMF）により発表される

規制案以外の、保険、銀行、電子マネー、支払サービスおよび投資サービス業界に関連する法案または規

制案および欧州規則案について検討する。

また、すべてのフランスの金融機関は、とりわけ公的機関に対して金融機関、金融会社、電子マネー取

扱機関、支払機関、資産運用会社および投資会社を代表し、助言を与え、情報を普及させ、銀行および金

融サービス活動に関する問題を検討し、それらに関する提言を行うフランス金融機関投資会社協会

（Association française des établissements de crédit et des entreprises d'investissement）に加

盟する専門機関または中央機関に属さなければならない。クレディ・アグリコルは、フランス金融機関投

資会社協会および欧州銀行連盟（Fédération Bancaire Européenne）にそれ自体が関連しているフランス

銀行連盟（Fédération bancaire française）に属している。

 

銀行規則

当行のような金融機関は、最低資本要件およびレバレッジ要件に加えて、リスク分散、流動性、株式投

資の制限および報告要件に関するいくつかのその他の義務を遵守する必要がある。銀行規則は、主に、

バーゼル3改革を実施するEUの指令および規則により構成および／または派生している。

・金融機関の活動へのアクセスならびに金融機関および投資会社の健全性監督に関する2013年6月26日付の

欧州議会および理事会の指令第2013/36/EU号。これは、適用外事業体、金融持株会社、複合金融持株会

社、報酬、監督の措置および権限ならびに資本保全措置に関してかかる指令第2013/36/EU号を改正す

る、2019年5月20日付の欧州議会および理事会の指令第2019/878/EU号により改正され、随時改正されま

たは置き換えられ、また、場合に応じて、フランス法に基づく実施規定を含む（以下「CRD指令」とい

う。）。

・金融機関および投資会社の健全性要件に関する2013年6月26日付の欧州議会および理事会の規則（EU）第

575/2013号。これは、レバレッジ比率、安定調達比率、自己資本および適格債務に関する要件、カウン

ターパーティー信用リスク、市場リスク、中央カウンターパーティーに対するエクスポージャー、集団

投資の引受けに対するエクスポージャー、大規模エクスポージャーならびに報告および開示の要件に関

してかかる規則（EU）第575/2013号を改正し、また規則（EU）第648/2012号を改正する、2019年5月20日

付の欧州議会および理事会の規則（EU）第2019/876号により改正され、随時改正されまたは置き換えら

れる（以下「CRR規則」といい、CRD指令と併せて、以下「CRDⅤ」という。）。

これらおよびその他の要件の遵守は、下記の包括的な監督の枠組みに基づき、関連する銀行規制監督局

によって監視されている。

 

監督の枠組み

銀行部門に関して、また、与えられた任務を遂行するために、該当する銀行規制監督局は、個別の決

定、銀行および投資会社への免許付与ならびに適用ある銀行規則により定められた特定の免除の付与を行

う。該当する銀行規制監督局は、銀行およびその他の金融機関ならびに投資会社に適用される法令の執行

を監督し、それらの財政状態を管理する。

銀行は、その活動の主要な分野に関して該当する銀行規制監督局に定期的（月ごとまたは四半期ごと）

に会計報告を提出する必要がある。該当する銀行規制監督局に提出される主要な報告および情報には、定

期的な規制上の報告が含まれる。かかる報告には、とりわけ、通常四半期ごとに提出される当該機関の会
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計および健全性に関する報告書ならびに年に1度提出される内部監査報告書、年に2度のレビューにより当

該機関の経営陣により検討される事業および経営ならびに内部監査結果に関するすべての書類、ならびに

当該金融機関のリスクの分析および監視に関する主要な情報が含まれる。該当する銀行規制監督局はま

た、必要と考えられる追加情報を要求し、現地での調査（国際協力協定がある場合、銀行の在外子会社お

よび外国支店に関するものを含む。）を行うことができる。これらの報告および管理により、各銀行の状

態を詳細に監視することができ、すべての銀行の預金合計およびその使途を把握することも容易になる。

該当する銀行規制監督局は、金融機関に対して、適用ある規則の遵守および顧客の利益に悪影響を及ぼ

す可能性のある事業の中止を命じることができる。該当する銀行規制監督局はまた、金融機関に対して、

財政状態の強化もしくは回復のための措置の実施、経営方法の改善および／または発展目標に沿った組織

および事業の調整を求めることができる。該当する銀行規制監督局は、金融機関のソルベンシーもしくは

流動性またはその顧客の利益が脅かされているまたは脅かされる可能性がある場合、当該金融機関を特別

監視下に置くことならびに一定の活動（預金受入れを含む。）、一定の支払の実施、資産の処分、株主へ

の配当および／または変動報酬の支払を制限するまたは禁止することを含む、一定の暫定措置を講じるこ

とができる。該当する銀行規制監督局はまた、金融機関に対し、適用ある法律に基づき要求される規制上

の資本および／または流動性比率より高い比率を維持し、資産／負債の支払期限の不一致の点での制限を

含む、特定の流動性要件に従うよう要求することができる。

該当する銀行規制監督局は、規則違反があった場合、警告、罰金、経営者の職務停止または解任および

銀行の登録抹消（結果として解散に至る。）を含む行政処分を課すことができる。該当する銀行規制監督

局はまた、不適切に経営されていると考えられる銀行を一時的に管理するための臨時管理者を任命する権

限を有する。銀行もしくはその他の金融機関または投資会社の破産手続は、該当する銀行規制監督局によ

る事前の承認を得た上でのみ開始することができる。

 

最低資本要件およびレバレッジ要件

最低資本要件

フランスの金融機関は、信用、市場および事業に関するリスクならびにその他一定のリスクに備えた最

低資本を維持することが求められている。

・最低資本比率要件：クレディ・アグリコル・グループのような金融機関は、CRR規則に基づき、一定の

調整を条件として、8％の最低総自己資本比率、6％の最低Tier 1資本比率および4.5％の最低普通株式

等Tier 1比率（いずれも、当該機関の関連する適格規制資本をリスク・エクスポージャー合計（一般

にリスク加重資産と呼ばれる。）で除した数値）の維持を求められる（第1の柱（P1R））。

この目的上、「適格規制資本」には以下が含まれる。

・最低普通株式等Tier 1比率を目的とする、普通株式等Tier 1資本（基本的に、株式資本、資本剰余金

および利益剰余金）

・最低Tier 1資本比率を目的とする、普通株式等Tier 1資本にその他Tier 1資本を加えたもの（一定の

要件を満たす超劣後債務証券）

・最低総自己資本比率を目的とする、Tier 1資本およびTier 2資本（一定の要件を満たす劣後証券）

最低資本比率の計算において、リスク・エクスポージャー合計額（またはリスク加重資産（RWA））

には、信用リスク、市場リスク、業務リスクおよびその他一定のリスクを考慮した金額が含まれる。

様々なカテゴリーのリスク加重資産は、標準的アプローチもしくは銀行規制監督局が承認した内部モデ

ルのいずれか、またはこれら2つのアプローチの組み合わせに基づいて計算される。下記「危機後の改

革におけるバーゼル3の追加の要素」を参照。

銀行規制監督局はまた、CRD指令第104条に基づき、フランスの金融機関に対してCRD指令に定められ

た条件の下、特に、様々な「ストレス・テスト」シナリオにおいて金融機関が被るであろう損失を見積

もるための管轄当局が実施する監督上の検証・評価プロセス（以下「SREP」という。）に基づき、上記

の要件（第2の柱（P2R））を上回る追加の資本を維持するよう要求することができる。P2Rは、各機関
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またはグループごとに年1回改定されるが、銀行規制監督局はいつでもP2Rを改定することができる。

「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－3.1.6.3．破綻処理に関する比

率」の項目を参照。

欧州銀行監督機構（以下「EBA」という。）が管轄当局向けに公表した、追加の資本要件の金額およ

び構成を決定する共通の方法を提案する勧告を含む、SREPのための共通手法に関する指針に従い、管轄

当局は、(ⅰ)普通株式等Tier 1資本の少なくとも56.25％およびTier 1資本の少なくとも75％の一定の

リスクをカバーするための追加の資本要件に対応する構成要件を定めなければならず、また、(ⅱ)資本

バッファー要件および／または追加のマクロ健全性要件によって既にカバーされているリスクに関して

は追加の資本要件を定めてはならない。したがって、「複合バッファー要件」（下記を参照。）が、最

低資本要件および追加の資本要件に加えられる。

・最低資本バッファー要件：CRD指令に従い、フランスの金融機関は、最低資本要件（P1RおよびP2R）に

加え、一定の普通株式等Tier 1バッファー要件を遵守しなければならない。CRD指令に従い、普通株式

等Tier 1資本がバッファー要件を満たすよう割り当てられる前に、P1RおよびP2Rの両方が満たされな

ければならない。しかしながら、CRD指令第104a条に基づき、金融機関は、P2Rを満たすために、その

他Tier 1証券またはその他Tier 2証券など、普通株式等Tier 1資本として適格でない資本性証券を部

分的に使用することが認められている。

最低資本比率要件とは異なり、バッファー要件を遵守しなかった場合でも、金融機関の運営認可の取

消しの可能性にはつながらない。その代わり、バッファー要件が満たされない場合、金融機関は、配当

の実施、その他Tier 1証券に係る利息およびその他の金額の支払、ならびに一部の従業員の変動報酬の

支払に関して、一定の制限を受ける。

バッファー要件には、すべての機関に適用される2.5％の資本保全バッファー、クレディ・アグリコ

ル・グループのようなグローバルなシステム上重要な銀行（以下「G-SIB」という。）に適用される

3.5％を上限とするG-SIBに関するバッファー、およびクレディ・アグリコル・グループを含むその他の

システム上重要な銀行（以下「O-SIB」という。）に適用される3％を上限とするO-SIBに関するバッ

ファーが含まれる。あるグループが、（クレディ・アグリコル・グループのように）連結ベースでG-

SIBバッファーおよびO-SIBバッファーを遵守しなければならない場合、通常、2つのバッファーは累積

されず、高い方のバッファーが適用される。

フランスの金融機関はまた、カウンターシクリカルおよびマクロ健全性システミック・リスクをカバー

するためのその他の普通株式等Tier 1バッファーを遵守しなければならない。機関に固有のカウンターシ

クリカル資本バッファー比率は、機関の関連する信用エクスポージャーが所在するかまたは適用される法

域で適用されるカウンターシクリカル資本バッファー比率の加重平均である。フランスに所在する信用エ

クスポージャーのカウンターシクリカル資本バッファー比率は、金融安定高等評議会（Haut Conseil de

la Stabilité Financière（HCSF））により設定された。フランスに所在する信用エクスポージャーのカウ

ンターシクリカル・バッファー比率は、（HCSFによって2024年1月2日より0.5％から引き上げられて）1％

である。

資本保全バッファー、G-SIBバッファーもしくはO-SIBバッファー（または2つのうち高い方）、カウン

ターシクリカル資本バッファーおよびマクロ健全性システミック・リスク・バッファーを合わせて「複合

バッファー要件」という。

 

最低レバレッジ要件

フランスの金融機関は、最低資本要件に加えて、最低レバレッジ水準を維持しなければならない。

・最低レバレッジ比率要件：CRR規則に従い、各機関は、機関のTier 1資本をエクスポージャー基準の合

計で除した比率として定義される3％の最低レバレッジ比率を維持することが求められている。2024年

12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループの段階的レバレッジ比率は5.5％であり、クレディ・

アグリコル・エス・エー・グループの段階的レバレッジ比率は3.9％であった。
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・最低レバレッジ・バッファー要件：G-SIBである各機関は、最低レバレッジ比率を上回るバッファー要

件（レバレッジ比率の算出に用いられたG-SIBのエクスポージャー基準の合計に、適用あるG-SIBバッ

ファー率の50％を乗じた比率（すなわち、現在1.0％であるが、2026年1月1日から1.5％に引き上げら

れると予想される。）に相当する。）を遵守しなければならない。

資本バッファーに関する場合と同様に、G-SIBレバレッジ・バッファー要件が満たされない場合、配当の

実施、その他Tier 1証券に係る利息およびその他の金額の支払、ならびに一部の従業員の変動報酬の支払

が制限されることになる。

 

危機後の改革におけるバーゼル3の追加の要素

金融危機後のバーゼル3の規制改革を最終化するための2017年12月7日にバーゼル銀行監督委員会が公表

した改正後の基準には、次の要素が含まれている。すなわち、(ⅰ)既存のアプローチの堅牢性およびリス

ク感応度の向上のために見直された、信用リスクに対する標準的アプローチ、(ⅱ)信用リスクに対する内

部格付に基づくアプローチの見直しであり、この場合、債務不履行の可能性の低いポートフォリオに対す

る、先進的な内部モデル・アプローチの使用が制限されること、(ⅲ)内部モデル・アプローチの廃止およ

び見直された標準的アプローチの採用を含む、信用評価調整の枠組みの改定、(ⅳ)既存の標準的アプロー

チおよび先進的計測アプローチに代わる、業務リスクに対する見直し後の標準的アプローチ、(ⅴ)内部モ

デルにより発生した銀行のリスク加重資産が、バーゼル3の枠組みの標準的アプローチを適用した場合に該

当するRWAの72.5％を下回らない資本フロア総額である。

欧州連合内における改正後のバーゼル3基準および欧州連合内の金融機関に適用される既存の規則の一部

のその他の改正は、以下の2つの法律を通じて実施されている。

・信用リスク、信用評価調整リスク、業務リスク、市場リスクおよび資本フロアの要件に関するCRR規則

を改正する2024年5月31日付の欧州議会および理事会の規則（EU）第2024/1623号（以下「CRR規則改

正」という。）

・2024年7月9日に施行された、監督権限、制裁、第三国の支店および環境・社会・企業統治（ESG）リス

クに関するCRD指令を改正する2024年5月31日付の欧州議会および理事会の指令（EU）第2024/1619号

（以下「CRD指令改正」という。）

CRR規制改正は2025年1月1日から適用されており、一部の要素は今後数年間で段階的に導入される。加盟

国は、一定の例外を除き、CRD指令改正の遵守に必要な法律、規則および行政規定を2026年1月10日までに

施行し、2026年1月11日より発効させることが求められる。

CRR規制改正およびCRD指令改正は、とりわけ、(ⅰ)資本フロア総額の設定（2025年の50％から開始し、5

年間で段階的に72.5％まで引き上げる。）を含む、上記のバーゼル3の枠組みの改正の最終的な要素を実施

し、(ⅱ)ESGリスクの管理および監督に関する明確な規則を導入し、定期的な監督レビュー（監督当局およ

び金融機関の双方による定期的な気候ストレス・テストを含む。）の一環として、監督当局にESGリスクを

評価する権限を与え、(ⅲ)一定の監督権限および監督ツールの調和を高めるものである。

発行者の現在進行中の評価によると、CRR規制改正およびCRD指令改正の累積的影響は、クレディ・アグ

リコル・グループでは全体として中立と見込まれており、資本フロアは、2029年以降にクレディ・アグリ

コル・グループ・レベルで影響を及ぼすものと予想される。

 

さらなるリスクの多様化ならびに流動性、金融政策、株式投資の制限および報告義務

CRR規則の下、フランスの金融機関は、連結ベースで、リスクの集中に関する一定の規則（ratio de

contrôle des grands risques）を遵守しなければならない。フランスの金融機関の単一の顧客（および関

連する事業体）に対する貸出金および一定のその他のエクスポージャー（risques）の一部の合計は、金融

機関の適格資本の25％を超えてはならず、また、一部の金融機関に対するエクスポージャーに関しては、

当該金融機関のTier 1資本の25％かまたは150百万ユーロのいずれか高い方を超えてはならない。一部の個
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別のエクスポージャーは、個別の規制要件に従わなければならない。また、G-SIBによるその他のG-SIBに

対するエクスポージャーはG-SIBのTier 1資本の15％を限度とする。

CRR規則に従って、機関は流動性要件を遵守しなければならず、これにより機関は、30暦日間のストレス

状況において発生し得る流動性アウトフロー純額を賄う金額（価値の合計で）の流動資産を保有すること

が要求される。この要件は流動性カバレッジ比率として知られ、段階的導入期間を経て現在は完全実施さ

れている。また、機関は、最低100％の義務的な安定調達比率を遵守しなければならない。かかる比率は、

機関が、通常およびストレス時の両方の状態で1年間の資金調達需要を賄うのに十分な安定した財源を有す

ることを示す。この要件は、短期のホールセール資金調達への過度の依存を避け、長期資金調達リスクを

軽減することを目的としている。

フランスの金融機関は、株式投資に関する制限に従わなければならず、また、一定の短期投資ならびに

金融機関および保険会社への投資における様々な個別の免除を条件として、金融機関が保有する「適格株

式保有」は、次の要件を満たす必要がある。(a)「適格株式保有」が当該金融機関の規制資本の15％を超え

てはならず、(b)かかる「適格株式保有」の合計額が当該金融機関の規制資本の60％を超えてはならない。

かかる定めにおいて、株式投資は、(ⅰ)投資先の会社の株式または議決権の10％を超える場合、または

(ⅱ)かかる会社に「重大な影響」を及ぼすまたは及ぼすことを目的として株式取得する場合、「適格株式

保有」に該当する。さらに、一定の利益参加および取得についてECBの承認を得なければならない。

フランスの規則では、免許を受けた金融機関のみが常時の銀行業務に従事することを許可されている。

同様に、銀行の免許を受けた機関は、常時、銀行、銀行関連業務およびフランス経済大臣により公布され

た規則に基づき定められた限られた数の非銀行業務以外の業務に従事してはならない。1986年11月に公布

された規則およびその随時の改正では、かかる非銀行業務の完全な一覧が定められており、かかる業務か

らの収益は合計で純収益合計の10％を上限とすることが求められている。

最後に、CRR規則では、金融機関に対して、リスク特性およびレバレッジに重大な影響を及ぼすリスク管

理の対象および方針、ガバナンスの整備、適正資本規制、報酬の方針に関する開示義務が課されている。

また、フランス通貨金融法典では、金融機関に対して、一定の財務指標、非協力国家または非協力地域に

おける活動および、より一般的に、海外事業に関する一定の情報を含む、追加の開示要件が課されてい

る。

 

預金保証

フランスで事業を行うすべての金融機関は、欧州経済領域に属する銀行の支店で自国の保証システムの

対象となっているものを除き、預金保証・破綻処理基金（Fonds de garantie des dépôts et de

résolution）に参加することが法律により定められている。

フランス法に組み込まれている、預金保証制度に関する2014年4月16日付の欧州議会および理事会の指令

第2014/49/EU号（以下「預金保証制度指令（DGSD）」という。）に従い、国内顧客は、顧客一人当たり、

また金融機関ごとに、ユーロ建ておよび欧州経済領域の通貨建ての預金は100,000ユーロまで、また、有価

証券は合計価額70,000ユーロまでそれぞれ保証される。各金融機関の拠出は、預金合計およびかかる金融

機関のリスク・エクスポージャーを基に算出される。

2023年4月18日、欧州委員会は、（BRRDおよび単一破綻処理メカニズム規則とともに（下記「破綻処理」

を参照。））預金保証制度指令（DGSD）を改正して、EUの既存の銀行の危機管理および預金保険の枠組み

を調整しさらに強化するための立法パッケージを提出した。

 

追加の資本拠出

フランス銀行の総裁は、ACPRの議長として、ACPRおよび重要な銀行についてはECBの意見を求めた後、財

政難に陥っている金融機関の株主に対して、かかる金融機関への当初の資本拠出を超え得る金額の出資を

要請することができる。しかしながら、当該株主がACPRの特定の保証に拘束されることに合意していない
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限り、金融機関の株主はこれについて法的義務を負わず、実際には、かかる要請は当該機関の資本金の大

部分の所有者に対して行われる可能性が高い。

 

内部統制手続

フランスの金融機関は、リスク管理および適切な監査証跡の形成に関するものを含む、適切な内部統制

システムを定めなければならない。フランスの金融機関は、信用、市場、国際金利、仲介、流動性および

事業リスクに関するエクスポージャーを評価するため、リスクの分析および測定のためのシステムを保有

しなければならない。かかるシステムでは、内部統制手続により明らかになった重大な事象を識別するた

めの基準および閾値を定めなければならない。不正行為により合計で普通株式等Tier 1資本の0.5％を超え

る利益または損失が発生し、かかる金額が10,000ユーロを超える場合、かかる不正行為は重大とみなされ

る。

信用リスクに関して、各金融機関は、とりわけ、当該機関のオンバランスシートおよびオフバランス

シートのエクスポージャーの集中ならびに質的および量的データを用いた異なる種類のリスクの測定が可

能な、信用リスク選別手段および信用リスク測定システムを保有しなければならない。市場リスクに関し

て、各金融機関は、外国為替取引および売買目的勘定における取引を最低でも日次で記録し、取引持高に

より発生するリスクを適正資本規制に従って最低でも日次で測定することが可能な、とりわけ自己勘定取

引を監視するためのシステムを保有しなければならない。当該機関は、その内部手続ならびにそのエクス

ポージャーの測定および監視に関する年次報告書を作成し、当該報告書は当該機関の取締役会および該当

する銀行規制監督局により精査されなければならない。

 

補償方針

フランスの金融機関および投資会社は、それらの補償方針が健全なリスク管理方針と適合していること

を確実にしなければならない。従業員の職務が当該機関のリスク・エクスポージャーに多大な影響を及ぼ

す可能性がある場合、かかる従業員の総報酬の変動要素は持続可能かつリスク調整後の実績を反映しなけ

ればならず、かかる実績に基づく報酬の大部分は現金以外とし繰り延べられなければならない。フランス

法の下で施行されるCRD指令においては、上記の従業員の変動報酬の総額は、その固定賃金の総額を超えて

はならない。ただし、株主総会における決定により、かかる従業員の固定賃金の2倍の額を上限とすること

ができる。

 

マネー・ロンダリング

フランスの金融機関は、フランス経済大臣の管轄下に設置されている特別政府機関（TRACFIN）に、当該

金融機関が計上した、麻薬取引もしくは組織的犯罪または一定の金額を超える通常ではない取引により発

生したことが疑われるすべての金額ならびに最低で1年以上の懲役の判決が下され得るいかなる犯罪により

発生したことが疑われる、またはテロ組織への資金供与に関与し得る、すべての金額および取引を報告し

なければならない。

フランスの金融機関はまた、いかなる取引における顧客（およびその実質所有者）も特定することがで

きる「顧客確認」手段を定め、関連する顧客および取引に付随する様々なリスク水準に応じて、マネー・

ロンダリングおよびテロ組織への資金供与に関するリスクを査定および管理するための整ったシステム

（以下「AML/CFT」という。）を導入しなければならない。

2024年5月31日付の欧州議会および理事会の規則（EU）第2024/1620号により新しいEUレベルのAML/CFT当

局（以下「AML当局」という。）が設立され、2025年半ばに業務が開始される予定である。AML当局は、EU

のAML/CFT規則の一貫性のある適用を確実にし、TRACFINなどの国内金融情報機構を支援するための各国当

局を調整する中央当局となる。

 

破綻処理
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BRRDおよび単一破綻処理メカニズム規則が合わさって、金融機関および投資会社の再建および破綻処理

のためのEU全体における枠組みが構築されている。フランス法に基づき実施されているこの枠組みは、銀

行危機の阻止および破綻処理のための手法を含み、その目的は、金融の安定の維持、破綻した場合に金融

システムに重大な悪影響を及ぼし得る機関の重要な機能の継続の確保、預金者の保護および特別な公的財

政支援の必要の可能な限りの回避または制限である。このために、単一破綻処理委員会を含む欧州の破綻

処理当局は、金融機関またはその属するグループの全部または一部の破綻処理に関連して必要な措置を講

じるための幅広い権限を与えられている。

2023年4月、欧州委員会は、（預金保証制度指令（DGSD）とともに（上記「預金保証」を参照。））BRRD

および単一破綻処理メカニズム規則を改正して、EUの既存の銀行の危機管理および預金保険の枠組みを調

整しさらに強化するための立法パッケージを提出した。欧州議会は、2024年4月、欧州委員会により提案さ

れた当該立法パッケージの第一読会での立場を示す立法決議を発表した。理事会は、2024年6月19日、当該

立法パッケージの見直しに関する交渉権限に同意し、早期の第二読会で合意に達することを視野に入れた

組織間交渉の道筋をつけた。提案どおりに実施された場合、上位優先債券を発行者の預金と同順位とする

ことができなくなり、代わりに、上位優先債券はすべての預金者の債権に対する払戻請求権よりも下位と

なる。

 

破綻処理手法

関連破綻処理当局（上記「破綻処理当局」を参照。）は、関連破綻処理当局が以下のとおり判断する場

合、フランスの機関について破綻処理手続を開始することができる。

・当該機関が（BRRD第32(4)条に従い、客観的要素に基づき）破綻のおそれがあるかまたは破綻しそうな

場合

・その他の行為により適当な期間内に破綻が回避されるとの合理的な見込みがない場合

・上記の破綻処理の目的を実現するために、清算手続では失敗しそうなため破綻処理措置が必要である

場合

BRRD第32(4)条に従い、機関の破綻とは、(ⅰ)継続的な免許の要件を遵守しないか、(ⅱ)債務またはその

他の負債の支払期限が到来した際に支払うことができないか、(ⅲ)特別な公的財政支援が必要である（欧

州委員会の国家補助の枠組みにおける最終的な承認を必要とする、経済の深刻な混乱を改善し金融の安定

を維持するために支払能力のある機関に対して特別な公的金融支援を提供する場合に適用される限られた

例外を除く。）か、または(ⅳ)負債価額が資産価額を上回ることを意味する。

関連破綻処理当局は、破綻処理手続の開始後、下記に記載のとおり、当該機関の資本構成の変更または

存続可能性の回復を目的とする1つまたは複数の破綻処理手法を使用することができる。

 

関連破綻処理当局の元本削減および転換の権限

機関の破綻処理手続の開始条件が満たされた場合、関連破綻処理当局は、破綻処理手続の開始前にまた

は破綻処理手続以外で、普通株式等Tier 1証券、その他Tier 1証券およびTier 2証券（以下総称して「資

本性証券」という。）の元本削減または株式への転換を要求される可能性がある。破綻処理手続が開始さ

れた場合、関連破綻処理当局は、当該機関の財務状態の回復に必要な範囲で、残存する資本性証券および

適格債務（以下に定義する。）の元本削減または株式への転換を行うために「ベイルイン」破綻処理手法

（以下「ベイルイン手法」という。）を使用することができる。元本削減および転換の権限ならびにベイ

ルイン手法は、一定の例外を除き、通常の破産手続における各々の優先順位に従って損失が負担されるよ

うに実施される。その結果、損失は、最初に普通株式等Tier 1証券として適格である資本性証券の保有者

が、次にその他Tier 1証券として適格である資本性証券の保有者が、その次にTier 2証券として適格であ

る資本性証券の保有者が、その後に債権者が負担する。フランス法はまた、破綻処理中の機関の債権者が

負う損失は、当該機関が清算手続により清算される場合に負う損失より大きくなってはならないことを定
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めた「通常破産手続価値保障（no creditor worse off than under normal insolvency proceedings）原

則」を含む、一定の予防手段も定めている。

クレディ・アグリコル・グループ（発行者を含む。）に関する破綻処理手続の開始条件が満たされた場

合（または以下に記載する一定のその他の状況の場合）、有価証券に重大な影響を与える可能性がある。

・元本削減の権限は、まず、発行者の株式を含む普通株式等Tier 1証券ならびに地域銀行の相互株式、協

同組合証券（CCA）および協同投資証券（CCI）に適用される。

・これが不十分であれば、超劣後債務証券が（その他Tier 1証券と比例配分で）元本削減または株式への

転換の対象となる。しかしながら、2020年12月28日より後に発行されたその他Tier 1証券は、その他

Tier 1証券として完全に適格でなくなった場合は順位が変更される。したがって、超劣後債務証券が

（規制の変更などにより）その他Tier 1証券として完全に適格でなくなった場合、代わりに、Tier 2証

券として完全に適格であればTier 2証券として、そうでなければ他の劣後債務証券として、破綻処理に

おいて取り扱われる。

・その他Tier 1証券の元本削減または転換が不十分な場合、劣後債務証券は（他のTier 2証券と比例配分

で）元本削減または転換の対象となる。しかしながら、2020年12月28日より後に発行されたTier 2証券

は、Tier 2証券として完全に適格でなくなった場合は順位が変更される。したがって、劣後債務証券が

（規制の変更などにより）Tier 2証券として適格でなくなった場合、代わりに、他の劣後債務証券とし

て破綻処理において取り扱われる。

さらに、クレディ・アグリコル・グループ（発行者を含む。）に関して破綻処理手続が開始され、かつ

資本性証券の元本削減または転換が不十分な場合、ベイルイン手法が適用され、残存する資本性証券およ

び適格債務は、通常の破産手続における優先順位に従い元本削減される。したがって、ベイルイン手法

は、最初に、残存する資本性証券の元本削減または転換、次に、2020年12月28日より後に発行され、その

他Tier 1証券および／またはTier 2証券として完全に適格でなくなった超劣後債務証券または劣後債務証

券の（同順位のその他の証券との比例配分での）元本削減または株式への転換、次に、非上位優先債券の

（同順位のその他の証券との比例配分での）元本削減または株式への転換、そして、上位優先債券の（同

順位のその他の証券との比例配分での）元本削減または株式への転換のために適用される。

元本削減および転換の権限の使用、ベイルイン手法ならびに2020年12月28日より後に発行されたその他

Tier 1証券およびTier 2証券の順位の変更の可能性についての詳細は、以下のとおりである。

 

資本性証券の元本削減および転換

資本性証券は、破綻処理手続の開始に関連する（しかしそれに先立つ）場合または破綻処理手続以外の

その他の場合のいずれにおいても、元本削減または株式もしくはその他の証券への転換を行うことができ

る。上記に定義されるとおり、当該目的における資本性証券には、普通株式等Tier 1証券、その他Tier 1

証券およびTier 2証券が含まれる。

関連破綻処理当局は、破綻処理手続を開始する条件が満たされているか、発行機関もしくはそのグルー

プの存続可能性が当該元本削減もしくは転換次第であるか、または発行機関もしくはそのグループが特別

な公的支援（一定の例外を除く。）を必要とすると判断した場合、資本性証券の元本削減または株式もし

くはその他の証券への転換を行わなければならない。資本性証券の元金額もまた、以下の場合に減額また

は株式もしくはその他の証券への転換を行うことができる。かかる場合とは、(ⅰ)発行機関もしくはその

属するグループが破綻のおそれがあるかもしくは破綻しそうであり、かかる破綻を回避するために元本削

減もしくは転換が必要であるか、(ⅱ)機関の存続可能性が当該元本削減もしくは転換次第である（かつ、

破綻処理手法を含むその他の手法では、適当な期間内に当該発行機関もしくはそのグループの破綻を回避

することができる合理的な見込みがない）か、または(ⅲ)機関もしくはそのグループが特別な公的支援

（一定の例外を除く。）を必要とする場合である。発行機関は、上記の方法で破綻が判断される。グルー

プは、客観的証拠（当該グループの自己資本を枯渇させるような重大な損失の発生など）に基づき、グ
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ループが連結自己資本比率を満たさないか、または近い将来満たさなくなる場合に、破綻が生じたかまた

は生じそうであると見なされる。

上記の条件が1つ以上満たされる場合、普通株式等Tier 1証券は、まず、元本削減されるか、債権者に譲

渡されるか、または機関が破綻処理を開始して純資産額がプラスになった場合はその他の資本性証券およ

び適格債務の転換により大幅に希薄化される。これが行われると、その他の資本性証券（最初にその他

Tier 1証券、次にTier 2証券）は、元本削減または普通株式等Tier 1証券もしくはその他の証券への転換

（これも元本削減される可能性がある。）のいずれかが行われる。

さらに、資本性商品の全部もしくは一部の元本削減、新株式の発行による資本性商品の希薄化、その他

Tier 1証券（その他Tier 1資本として適格である範囲の超劣後債務（以下に定義する。）など）または

Tier 2証券（Tier 2資本として適格である範囲の資本劣後債務（以下に定義する。）など）として適格で

あるその他の資本性証券の全部もしくは一部の元本削減または株式への転換を含む一定の権限は、当該機

関が例外的な国家財政支援を必要とする場合には、各国政府当局が、欧州委員会の国家補助の枠組みに

従って破綻処理手続（およびBRRDの枠組み）外で行使することもできる。

 

ベイルイン手法

破綻処理手続の開始後、関連破綻処理当局は、ベイルイン手法を用いて、ベイルイン手法が適用された

時点で残存する資本性証券を元本削減するかまたは普通株式もしくはその他の証券に転換することができ

る。これが不十分であれば、ベイルイン手法は、破綻処理の対象となった金融機関の適格債務に対して適

用される。

適格債務（以下「適格債務」という。）には、資本性証券として適格でない劣後債務証券（その他Tier

1資本またはTier 2資本（適用に応じる。）およびその他劣後債務から完全に除外された場合の2020年12月

28日より後に発行された超劣後債務証券および／または劣後債務証券など）、無担保非上位優先債券およ

び無担保上位優先債券を含む、すべての除外されない債務が含まれる。

「資本劣後債務」とは、2020年12月28日より前にTier 2資本を構成していたかまたはTier 2資本の全部

または一部を構成する、発行者の現在および将来の直接、無条件、無担保および劣後の債務証券（2020年

12月28日より後に発行、借入れまたはその他実行された、Tier 2資本の全部または一部を構成する限りそ

の他Tier 1資本から完全に除外されているあらゆる債務証券を含むが、これらに限定されない。）であっ

て、債券もしくは貸付またはその他の形態を問わず、(ⅰ)発行者に提供された現在および将来のエクイ

ティ・ローン（prêts participatifs）、発行者が発行した現在および将来の資本参加証券（titres

participatifs）ならびに超劣後債務に優先し、かつ、(ⅱ)その他劣後債務に劣後するものを意味する。

「超劣後債務」とは、発行者の現在または将来の超劣後債務証券（その他Tier 1資本の全部または一部

を構成する場合の2020年12月28日より後に発行された超劣後債務証券および2020年12月28日より前に発行

された超劣後債務証券を含むが、これらに限定されない。）であって、債券もしくは貸付またはその他の

形態を問わず、(ⅰ)発行者が発行したいずれかの種類の株式資本のみに優先し、(ⅱ)発行者に提供された

現在および将来のエクイティ・ローン（prêts participatifs）、発行者が発行した現在および将来の資本

参加証券（titres participatifs）、資本劣後債務、その他劣後債務ならびに非劣後債務に劣後するもの

を意味する。

「その他劣後債務」とは、発行者の現在および将来の直接、無条件、無担保および劣後の債務証券で

あって、(a)2020年12月28日より前にその他Tier 1資本もしくはTier 2資本の全部もしくは一部を構成した

ことがないか、または(b)2020年12月28日より後に発行、借入れもしくはその他実行され、その他Tier 1資

本およびTier 2資本から完全に除外されたものを意味し、債券もしくは貸付またはその他の形態を問わ

ず、いずれの場合も、(ⅰ)資本劣後債務および超劣後債務に優先し、(ⅱ)非劣後債務に劣後する。
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「非上位優先債務」とは、フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-4条および第R.613-28条に記載された

債務証券に該当するか、または該当すると示された、発行者により発行されたあらゆる債務証券を意味す

る。

「上位優先債務」とは、フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-3条に記載された債務証券に該当する

か、または該当すると示された、発行者により発行されたあらゆる債務証券を意味する。疑義を避けるた

めに付言すると、フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-4条の効力発生前に発行者が発行したすべての非

劣後債務証券は、上位優先債務を構成する。

「非劣後債務」とは、発行者の現在および将来の直接、無条件、無担保および非劣後の、貸付、債券ま

たはその他の証券かの形態を問わない債務証券（疑義を避けるために付言すると、上位優先債務、非上位

優先債務および預金者に対する債務を含む。）であり、その他劣後債務、資本劣後債務および超劣後債務

に優先するものを意味する。

関連破綻処理当局は、以下のとおりベイルイン手法を行使することができる。

・ベイルイン手法が行使された時点で残存する資本性証券（上記「資本性証券の元本削減および転換」

を参照。）は、まず、以下の優先順位で元本削減または株式もしくはその他の証券への転換が行われ

なければならない。(ⅰ)普通株式等Tier 1証券が最初に減額され（超劣後債務証券および劣後債務証

券が以前に転換された普通株式等Tier 1証券を含む。）、(ⅱ)2020年12月28日より前に発行されたそ

の他Tier 1証券および2020年12月28日より後に発行されたその他Tier 1証券が、その他Tier 1証券と

して完全にまたは部分的に適格である限り、元本削減されまたは普通株式等Tier 1証券に転換され、

そして(ⅲ)2020年12月28日より前に発行されたTier 2証券および2020年12月28日より後に発行された

Tier 2証券が、Tier 2証券として完全にまたは部分的に適格である限り、元本削減されまたは普通株

式等Tier 1証券に転換される。

・次に、以下の優先順位で、適格債務に対してベイルイン手法を用いた元本削減または転換を行うこと

ができる。まず、(ⅰ)資本性証券として適格でない劣後債務証券（その他Tier 1資本および／または

Tier 2資本（適用に応じる。）から完全に除外された場合の2020年12月28日より後に発行された超劣

後債務証券および劣後債務証券など）が、元本削減されまたは普通株式等Tier 1証券に転換され、

(ⅱ)その他の適格債務があれば、いずれの場合も通常の破産手続における優先順位に従い元本削減さ

れまたは普通株式等Tier 1証券に転換される。この点において、発行者の上位優先債務（上位優先債

務証券など）の前に、無担保非上位優先債券が、元本削減されまたは株式に転換される。同順位の証

券は、基本的に、比例配分で元本削減されまたは株式に転換される。

 

フランス法におけるBRRD第48(7)条の実施について

BRRD第48(7)条は、EEA加盟国は、通常の倒産手続において、自己資本（資本性）証券に起因するすべて

の請求権が、自己資本証券に起因しない請求権よりも下位となるようにすることを規定している。

BRRD第48(7)条を実施するフランス法（フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-5条）は、劣後債権者のう

ち、その他Tier 1証券もしくはTier 2証券として扱われていないか、または2020年12月28日より前に扱わ

れていなかった有価証券、請求権、金融商品または劣後権に関する債権者は、その他Tier 1証券もしくは

Tier 2証券として扱われているか、または2020年12月28日より前に扱われていた有価証券、請求権、金融

商品または劣後権に関する債権者よりも完全にまたは部分的に優先されると規定している。

その結果、2020年12月28日より後に発行された超劣後債務証券は、その他Tier 1資本として完全に認識

されなくなった場合、2020年12月28日より前に発行された超劣後債務証券に優先するよう順位が変更され

る。それらは、Tier 2資本として適格である場合、Tier 2証券と同順位となる。それ以外の場合は、発行

者のその他の劣後債務と同順位となる。同様に、2020年12月28日より後に発行された劣後債務証券は、

Tier 2資本の全部または一部を構成しなくなった場合、発行者のその他の劣後債務と同順位となるよう順

位が変更される。
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拡大SPE戦略

発行者は、クレディ・アグリコル・グループに関して破綻処理手続きが開始された場合、関連破綻処理

当局が、他の欧州の協同組合銀行グループと同様に、「拡大シングル・ポイント・オブ・エントリー」

（以下「拡大SPE」という。）戦略を適用する可能性があると理解している。拡大SPE戦略の下では、クレ

ディ・アグリコル・ネットワーク内のすべての事業体が単一の事業体を構成するかのように、クレディ・

アグリコル・エス・エー（クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関として）およびクレディ・ア

グリコル・ネットワークに属する各機関に同時に破綻処理措置が適用される。その結果、関連破綻処理当

局の元本削減および転換の権限は、事業体全体で、そのすべての資本性証券および適格債務に比例配分で

適用される。したがって、各順位の有価証券（すなわち、超劣後債務証券、劣後債務証券、非上位優先債

務証券および上位優先債務証券）は、クレディ・アグリコル・ネットワークの他の事業体の同順位の有価

証券と比例配分で元本削減および転換の対象となる。同様に、ベイルイン権限は、クレディ・アグリコ

ル・ネットワーク内の事業体全体で比例配分で適用され、その結果、ベイルインは、該当する順位（超劣

後、劣後、非上位優先または上位優先）の有価証券に、クレディ・アグリコル・ネットワーク内の他の事

業体の同順位の証券と比例配分で適用される。

その結果、クレディ・アグリコル・グループが財政難に陥り、元本削減および転換の権限またはベイル

イン権限の適用基準を満たした場合、これらの権限が様々な順位の有価証券に適用された場合の影響は、

同じ権限が発行者に単独で適用された場合の影響より大きくも小さくもなりうる。

 

破綻処理手続のその他の関連事項

強制の制限

クレディ・アグリコル・グループ（発行者を含む。）に関する破綻処理手続の開始を含む一定の危機回

避手段および危機管理手段、ならびに関連破綻処理当局が一定の状況において決定する支払義務または引

渡義務の一時停止は、発行者が実質的な義務（支払義務および引渡義務を含む。）を遵守し続ける限り、

それらのみによって発行者に対する契約上の強制力または発行者のかかる義務を変更する権利を生じさせ

ることはできない。

したがって、クレディ・アグリコル・グループ（発行者を含む。）に関する破綻処理手続が開始された

場合も、発行者が実質的な義務（支払義務および引渡義務を含む。）を遵守し続ける限り、有価証券の保

有者は、強制力の行使または有価証券の条件の変更を行う権利を有しない。ただし、いずれにしても、か

かる制限が期限の利益喪失または強制執行の権利に影響を与える、かかる有価証券（債務不履行事由（当

該債務証券の要項で定義される。）を含む上位優先債務証券を除く。）の債務不履行事由が発生していな

いことで、かかる権利は制限される。

 

その他の破綻処理措置

関連破綻処理当局は、破綻のおそれのある機関または一定の条件下においてそのグループに関するその

他の破綻処理手法を実施する広範囲の権限が与えられている。かかる権限には、当該機関の事業の全部ま

たは一部の第三者またはブリッジ機関への売却、資産の分離、債務証券に関して債務者となる当該機関の

変更または代替、債務証券の条件の変更（満期日および／もしくは支払利息の額の変更ならびに／または

支払の一時停止の要求を含む。）、上場廃止および金融商品取引の許可の取消し、取締役および／もしく

は管理職の解雇および／もしくは交代または特別取締役（administrateur spécial）の任命ならびに新た

な株式または自己資本の発行が含まれる（ただしこれらに限定されない。）可能性がある。

関連破綻処理当局は、上記に記載された原則に基づき、その権限の行使時に、破綻処理を行うグループ

または機関の状況およびその決定がEEA加盟国に与え得る影響を考慮しなければならない。
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再建・破綻処理計画

各機関またはグループは、再建計画（plan préventif de rétablissement）を作成し、銀行規制監督局

により精査されなければならない。既に連結ベースで監督されている法人は、銀行規制監督局による精査

の対象となるグループ再建計画を作成しなければならないため、個別にはこの義務は課されない。その

後、関連破綻処理当局は、かかる機関またはグループのために破綻処理計画（plan préventif de

résolution）またはグループ破綻処理計画（plan préventif de résolution de groupe）を作成しなけれ

ばならない。

ａ) 　再建計画には、機関の財政状態が著しく悪化した場合の対処方法が記載されなければならない。か

かる計画は毎年（または機関の組織もしくは事業に著しい変化があった直後に）更新されなければ

ならない。銀行規制監督局は、提案された対処方法が当該機関またはグループの存続可能性および

財政状態を合理的に維持するかまたは回復させることができそうであるかを判断するためにかかる

再建計画を査定し、また、破綻処理が開始された場合に当該計画により破綻処理能力が妨げられる

かを検討しなければならず、また必要に応じて、修正を求めるか機関の組織変更を要請することが

できる。

ｂ) 　関連破綻処理当局が作成した破綻処理計画は、機関が破綻処理の条件を満たす場合に破綻処理当局

が取ることのできる破綻処理措置を定め、上記の様々な破綻処理能力が、破綻の前に各機関の固有

の環境でどのように実施されるかが記載されなければならない。かかる計画はまた、毎年（または

機関の組織もしくは事業に著しい変化があった直後に）更新されなければならない。

 

単一破綻処理基金

単一破綻処理メカニズム規則に基づき、単一破綻処理委員会（以下「SRB」という。）が破綻処理計画を

支援するために使用することができる単一破綻処理基金（以下「単一破綻処理基金」という。）が設定さ

れている。この単一破綻処理基金は、銀行からの出資金が財源である（かかる出資金は、自己資本および

付保預金ならびにリスク調整された金額を除く各銀行の負債の額に基づく。）。2025年2月、SRBは、単一

破綻処理基金が2024年12月31日現在80十億ユーロに達し、付保預金の1％という拠出要件を超えたと発表し

た。状況に変化がない限り、発行者を含む銀行は2025年に単一破綻処理基金への拠出を求められることは

ないと予想される。

 

MRELおよびTLAC

CRD指令、BRRDおよび単一破綻処理メカニズム規則に基づき、金融機関は、「自己資本および適格債務の

最低要件（MREL）」を遵守する必要がある。また、「TLAC（総損失吸収力）」の要件が、クレディ・アグ

リコル・グループを含むG-SIBに適用される。

MRELおよびTLACの目的は、ベイルイン手法が必要になった場合にその有効性を確保し、それによって、

とりわけ破綻処理の目的を達成し市場アクセスを確保するための潜在的な調整を行うことを条件として、

損失を完全に吸収し、P1R、P2Rおよびレバレッジ比率要件の遵守を回復して金融機関の自己資本を完全に

再構成することである。上記「破綻処理手法」を参照。

・TLACの要件は、損失が政府の支援制度によって負担されるのではなく、株主および債権者（除外債務

に係る債権者を除く。）によって確実に吸収されることを意図している。TLACの要件では、G-SIBは、

TLACから除外された一定の優先債務（保証付きのまたは付保された預金およびデリバティブなど）に

（法律上、契約上または構造上）劣後する債務を相当額維持することが求められている。

CRR規則第92a条に基づき、G-SIBは、2つの「最低TLAC」要件を遵守することが求められており、その金

額は、少なくとも(ⅰ)リスク・エクスポージャー総額の18％、および(ⅱ)エクスポージャー基準の合計

の6.75％（いずれも、追加の会社特有の要件またはバッファー要件によって拡大されることがある。）

に相当する（すなわち、「第1の柱劣後MREL要件」）。
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・BRRDおよび単一破綻処理メカニズム規則も、欧州の破綻処理当局が、銀行固有の評価に基づき、G-SIB

に対し、システム上の重要性を含む一定の基準に基づき、リスク・エクスポージャー総額およびエク

スポージャー基準の合計に対する割合として計算される自己資本および適格債務の最低水準に相当す

る、「MREL追加要件」として知られる追加的な機関固有の要件を遵守するよう要求すること（すなわ

ち、「第2の柱追加劣後MREL要件」）ができる旨規定している。

さらに、BRRD第16a条および単一破綻処理メカニズム規則第10a条に従い、破綻処理当局は、適用ある最

低MREL要件を上回る複合バッファー要件を遵守しない場合、分配（その他Tier 1資本の全部または一部を

構成する場合の超劣後債務証券などのその他Tier 1証券に係る利息の支払を含む。）および一定の従業員

に対する変動報酬を制限する権限を有する。ただし、9ヶ月間は当該制限が発動されない猶予期間とする。

CRR規則およびBRRDは、発行機関のTLACおよびMRELに算入される債務証券について一定の適格基準を定め

ている。また、CRR規則は、一定のTLAC除外債務（上位優先債務証券等）と同順位の債務について、一定の

状況において、発行機関の最低TLAC要件に3.5％までの金額を算入することも認めている。かかる債務は、

MREL比率の合計に算入することもできるが、TLAC比率および劣後MREL比率には算入できない。

さらに、フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-4条では、フランスの金融機関は、CRR規則で定義された

一定の追加要件に従い、TLACおよびMRELに算入できるように設定された「非上位優先」債務を発行するこ

とが認められている。フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-4条に従い、フランスの金融機関が発行する

当初満期が1年以上の「仕組債でない」（フランス通貨金融法典第R.613-28条に定義される。）債務証券で

あり、その順位は第L.613-30-3-I-4条に規定されるとおりであると要項で定められたものは、法定清算に

おいて、当該金融機関の他の非劣後債務（上位優先債務証券を含む。）に劣後するが、あらゆる劣後債務

（元利金がその他Tier 1資本および／またはTier 2資本（適用に応じる。）から完全に除外されている

2020年12月28日より後に発行された劣後債務証券および超劣後債務証券を含むが、これらに限られな

い。）に優先する（上記「フランス法におけるBRRD第48(7)条の実施について」を参照）。

 

法定財務支援メカニズム

上記の破綻処理の枠組みは、フランス通貨金融法典の第L.511-31条に定められ、同法典の第R.512-18条

に定めるとおりクレディ・アグリコル・ネットワークの一部である機関（すなわち、地域銀行、地区金

庫、クレディ・アグリコル・エス・エー（中央機関として）ならびに関連機関（本書の日付現在、クレ

ディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクおよびBforBank）に適用される、

法定財務支援メカニズムに影響を与えない。

かかる法定財務支援メカニズムに従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、クレディ・アグリコ

ル・ネットワークの中央機関として、クレディ・アグリコル・ネットワークの各構成員およびクレディ・

アグリコル・ネットワーク全体の流動性およびソルベンシーを保証するために必要な措置を取らなければ

ならない。クレディ・アグリコル・ネットワークの各構成員または関連機関は、この法定財務支援メカニ

ズムの恩恵を受け、またこれに貢献している。

フランス通貨金融法典の財務支援メカニズムに関連する一般規定は、法定財務支援メカニズムにおいて

実施される業務上の措置を定めた内部規則によって補完されている。特に、かかる措置には、流動性およ

びソルベンシーに関する銀行のリスクに対する保証基金（フランス語「fonds pour risques bancaires de

liquidité et de solvabilité」の頭字語「FRBLS」として知られる。）が含まれ、かかる基金は、発行者

がクレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関としての役割を遂行し、また、財政難に直面したクレ

ディ・アグリコル・ネットワークの構成員または関連機関に関する措置を取ることができるようにするた

めに設立された。

発行者は、実際面では、いかなる破綻処理手続の実施にも先立って、法定財務支援メカニズムが行使さ

れると考えている。クレディ・アグリコル・グループに関する破綻処理手続の開始は、クレディ・アグリ

コル・ネットワークの1つまたは複数の構成員または関連会社の破綻への対処、ひいてはクレディ・アグリ

コル・ネットワーク全体の破綻への対処が法定財務支援メカニズムでは不十分であったことを示唆する。
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また、地域銀行は、1988年に、発行者の清算または解散の後の資産が不十分である場合に、発行者が第

三者に対して負うすべての債務を連帯で保証することに合意した（以下「1988年保証」という。）。1988

年保証に基づく地域銀行の潜在的債務は、それらの株式資本、準備金および利益剰余金の総額と同額であ

る。しかしながら、法定財務支援メカニズムが破綻処理手続の前に実施され、破綻処理手法により発行者

の清算または解散のリスクが減少する場合では、クレディ・アグリコル・グループへの破綻処理制度の適

用により、1988年保証に基づき支払が要請される事例が限定される可能性がある。

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

 

以下の記載は、フランス法の一定の条項における本書の日付現在までの当行の定款の規定の要約であ

る。かかる当行の要約された情報に関する記載は完全なものでなく、そのすべてにつき当行の定款を参照

することが必要である。定款は2025年5月14日に最終更新された。

 

当行の企業目的

当行の企業目的は、地域銀行およびクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの活動および発展を

促進および助成することである。かかる目的を進めるために、以下のことが行われる。

1．クレディ・アグリコル・エス・エーは、中央金融機関として機能し、クレディ・アグリコル・グルー

プが第三者との取引において資金の財務管理の最適化およびこれにより回収した財源の分配を目的とす

る単一の金融機関として行為することを確保する。クレディ・アグリコル・エス・エーは、地域銀行の

余剰預貯金、およびかかる金庫が当行に代わって回収した預金について、回収および管理を行う。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、地域銀行に対して融資枠を供与し、主にそれらの中長期の貸出金の

提供を支えている。これにより、当行、その子会社および地域銀行が負う組織変更リスクに確実に対処

することができる。また、地域銀行による取引について保証する制度を導入する。クレディ・アグリコ

ル・エス・エーは、自己の名義で、クレディ・アグリコル・グループの会社に代わって、クレディ・ア

グリコル・グループの信用に影響を及ぼす可能性のある国内契約および海外契約の交渉を行い、これを

締結する。政府とのすべての国家規模の契約を履行する。

2．フランス国内および国外において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、地域銀行の権限を侵害す

ることなく、自己の勘定であるかまたは他人の勘定であるかを問わず、フランス通貨金融法典に基づく

あらゆる種類の銀行取引、金融取引、信用取引、投資取引または証券取引および関連業務、保証、裁定

取引、仲介取引ならびに委託取引を行う。

3．フランス通貨金融法典の規定に従い、クレディ・アグリコルの中央機関として、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーは、クレディ・アグリコル・ネットワークの結束、その一部を構成する金融機関の適切

な運営およびかかる機関による適用される法令の遵守を、その管理上、技術上および財務上の監督を行

うことにより確保する。また、ネットワーク全体およびそのすべての提携機関の流動性および支払能力

を保証する。

また、一般的な事項として、クレディ・アグリコル・エス・エーは、あらゆる種類の商業、金融、個人

および不動産に関する取引に関与し、そこから派生する限り、企業目的に直接にまたは間接的に関連する

あらゆるサービスを提供する。

 

株式

（ａ）資本金（定款第6条）

当行の資本金は9,077,707,050ユーロであり、1株当たり額面金額3ユーロの当行の株式（以下「株式」と

いう。）3,025,902,350株からなり、そのすべてが全額払込済みである。

 

（ｂ）株式の種類（定款第8条）
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株式は、適用される法令に従い、株主の選択により、記名式または無記名式のいずれかにより保有され

る。

当行の株式は、法律により定められる条件に従い株主口座に登録される。当行の株式は、口座間で振り

替えることができる。

 

（ｃ）株式保有基準に達した場合の通知および株主の識別（定款第9条）

（ⅰ）株式保有基準に達した場合の通知

法定の株式保有基準を超えた場合の通知（（１）（Ａ）ｇ）｢株式保有の変更の通知」参照。）に加え

て、当行の定款は次のことを規定する。単独または共同で、直接または間接的に当行の資本金または議決

権の1％に相当する数の株式を保有することとなった個人または法人は、上記基準に達し、またはこれを超

えた数の株式が登録された日から5日以内に、配達証明付書留郵便により当行の本社宛に、保有する株式の

数および議決権の数に加えて、将来当行の新株引受権が付与される可能性がある有価証券の数および当該

有価証券に付された議決権の数を通知しなければならない。

上記の通知は、株式数または議決権数が（株式の購入または売却により）株式総数または議決権総数の

1％の整数倍に達する度に、上記のとおり行われるものとする。

株主が上記に定める通知義務を履行しなかった場合、法律に定められるとおり、通知すべき基準を超え

た数の株式については、株主総会において株式または議決権の2％以上を保有する1名以上の株主による請

求があった場合、その議決権を行使することができない。

（ⅱ）株主の識別

当行は、株主の身元情報を要求する権利を有するものとする。株主が、法律上要求される期間内に要求

される情報を開示することができなかった場合、または不完全もしくは不正確な情報を開示した場合、当

該株式または有価証券に付される議決権は、完全な情報が提供されるまでは株主総会において行使するこ

とができない。配当の支払もその日までは停止される。

 

（ｄ）株式の不可分性（定款第10条）

当行の株式はこれを分割することができない。

各株式に付された議決権は、通常株主総会（通常業務に関する決議を行うために招集される通常株主の

総会をいう。以下同じ。）においては実質所有者が行使するものとし、臨時株主総会（特別業務に関する

決議を行うために招集される株主総会をいう。以下同じ。）においては法律上の所有者が行使するものと

する。

分割できない株式の共同保有者は、かかる共同保有者のうちの1名または代理人1名のみをもって株主総

会に出席することができる。共同保有者間で意見が一致しない場合、本件について最初に裁判所に申立を

した共同保有者の請求により、裁判所が代理人を指名する。

準備金、利益または資本剰余金の資本組入れに伴う新株引受権は、実質所有者の権利に従うことを条件

として、法律上の所有者が有する。

 

（ｅ）株式に付された権利および義務（定款第10条C．）

各株式の所有者には、当行の資産および利益に対する同一の権利が与えられる。

各株式の所有者には、法律および定款の条項に基づき、株主総会に出席する権利および株主総会におい

て投票する権利が与えられる。各株式につき、その所有者には株主総会における議決権1票が与えられる。

株式の交換、併合もしくは割当、資本金の増加もしくは減少（累計損失によるものか否かを問わな

い。）または合併もしくはその他の企業間取引による場合等において、特定の権利を行使するために複数

の株式の所有が必要となる場合、単一の株式の所有者または必要数の株式を所有しない所有者は、自ら株

式を併合し、または必要ある場合は必要数の株式または株式の端数部分を購入し、もしくはこれを売却し

たときに限り、かかる権利を行使することができる。
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経営

（ａ）取締役会（定款第11条）

（ⅰ）当行は、以下の構成員からなる取締役会により管理される。

・フランス商法第L.225-18条の規定に従い株主総会により選任される3名以上18名以下の取締役

・フランス通貨金融法典第L.512-49条の規定に従い農業専門組織を代表して選任される取締役1名

・フランス商法第L.225-27-1-Ⅲ-3条に従い従業員を代表して選任される取締役1名または2名

・フランス商法第L.225-23条および第L.22-10-5条の規定に従い、同法第L.225-102条に規定される株主

からの提案を受けて株主総会で選任される、従業員株主を代表する取締役1名

以下の者もまた、アドバイザリーの立場で取締役会に出席することができる。

・本定款第12条に従い選任される無議決権取締役（censeurs）1名以上

・ワークス・カウンセルにより選任されるワークス・カウンセルの構成員1名

従業員を代表して選任された取締役または農業専門組織を代表する取締役に欠員が生じた場合、株主総

会により選任された取締役会の構成員が有効に審議を行うことができる。

取締役の年齢制限は65歳とする。65歳に達した取締役は、次の通常株主総会の終結時に辞任したものと

みなされる。

（ⅱ）株主総会により選任される取締役

株主総会により選任される取締役は、自然人または法人とする。

取締役の任期は3年間とする。ただし、任期が満了していない他の取締役の後任として選任された取締役

は、当該前任者の任期の残りの期間においてのみその職に就くものとする。

自然人である取締役の連続任期は4期を超えないものとする。ただし、任期が終了していない退任予定の

取締役の後任として取締役が選任された場合、前任者の任期の残りの任期に限り選任された取締役は、連

続任期が4期を超えない期間について5期目の選任を求めることができる。かかる取締役は、最初の選任か

ら12年が経過した日の到来後に開催される初回の通常株主総会の終結時に辞任したものとみなされる。

取締役の任務は、前事業年度の財務書類の審議のために招集され、当該取締役の任期が満了する年に開

催される通常株主総会の終結時に終了する。

従業員により選任された取締役および農業専門組織を代表する取締役を除き、株主総会により選任され

る取締役の変更は、可能な範囲で、順次にかつ均衡的に任期が満了するように行われるものとする。

（ⅲ）農業専門組織を代表する取締役

農業専門組織を代表する取締役の任期は3年間である。当該取締役は選任者により随時再任または解任さ

れることがある。

（ⅳ）従業員を代表して選任される取締役

従業員を代表して選任される取締役が1名のみの場合、当該取締役は、当行およびフランス国内に登記上

の事務所を有する当行の直接または間接の子会社における、フランス労働法典第L.2122-1条および第

L.2122-4条に定められる投票の第1回で、最も多くの票を獲得した労働組合組織により選任されるものとす

る。従業員を代表して選任される取締役が2名の場合、当該取締役は、これらの投票の第1回で最も多くの

票を獲得した2つの労働組合組織により、それぞれ選任されるものとする。

従業員を代表する取締役の人数は、フランス商法第L.225-17条および第L.225-18条に定められる取締役

の人数が8名を超える場合は2名とし、8名以下の場合は1名とする。事業年度中にフランス商法第L.225-17

条および第L.225-18条に定められる取締役の人数が8名以下となった場合、従業員を代表する2番目の取締

役の任期はその終了まで継続するものとするが、更新日に取締役の人数が引き続き8名以下である場合は更

新されないものとする。第L.225-17条および第L.225-18条に定められる取締役の人数が再び8名を超えた場

合、従業員を代表する2番目の取締役は、上記に定められる条件の下で、取締役会による共同選任または株

主総会による新たな取締役の選任から6ヶ月以内に選任されるものとし、選任後最初に開催される取締役会

において就任することが規定されている。
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従業員を代表する各取締役は、3年間の任期で選任される。取締役の任期は、前事業年度の財務書類の承

認のために招集され、当該取締役の任期が満了する年に開催される通常株主総会の終結時に終了するもの

とする。

死亡、辞任、解任、雇用契約の終了またはその他の理由によって従業員を代表して選出された取締役に

欠員が生じた場合、任期の残りの期間、フランス商法第L.225-34条に従い当該欠員を埋める。交代日ま

で、取締役会は、有効に会議を開催し審議することができる。

従業員を代表する1名以上の取締役を選任する義務が消滅した場合（それを定める法律の規定が廃止され

た場合を含む。）、従業員を代表する取締役の任期は、以下の2つのうちいずれか早い日に終了するものと

する。すなわち、現在の任期の終了時または当行に当該法律の適用がなくなったことを取締役会が確認し

た取締役会の終結時である。

本条または法律の規定に従い、従業員を代表する取締役は、他の取締役と同等の地位、権限および責任

を有するものとする。

法律およびこれらの定款に従って従業員を代表する取締役が選任されていない場合、取締役会は、有効

に会議を開催し審議することができる。

（ⅴ）従業員株主を代表する取締役

a．従業員株主を代表する取締役の役職の候補者の選任手続

フランス商法第L.225-102条の規定に従い、従業員株主を代表する取締役の選任のための候補者は、以下

のとおり指名される。

1）一方で、主として当行の株式に投資する会社型投資信託（FCPE）の受益者については、かかるFCPEの

監督委員会の中で選ばれた構成員の全員により指名され、

2）一方で、すべての従業員株主がその直接所有する株式に付随する議決権を直接行使して選任された選

挙人により指名される（本2）でいう従業員とは、フランス商法第L.225-102条に規定される従業員、

すなわち、フランス商法第L.225-180条に基づく、当行および当行に関係または関連する事業体また

はグループの従業員株主をいう。）。

上記1）で言及される監督委員会の構成員および2）で言及される選挙人は、株主総会における選任のた

めに、従業員株主を代表する取締役の役職の候補者およびその代理人を互選するために、担当するカレッ

ジ（Collège）で会合するものとする。

かかる選挙人および候補者の選任条件は、定款に定められておらず、取締役会により決定され、最高経

営責任者の同意を得た上で、当行が権限を委任した当行の者および／または経営陣によって実施される。

いかなる場合でも、

・取締役会は、選挙人の役職の候補者として選ばれるために立候補する資格の条件を決定する際、選挙

人の人数は、カレッジの構成が、従業員株主により直接議決権が行使される株式およびFCPEの監督委

員会により議決権が行使される株式のそれぞれの加重を合理的に反映するように確保しなければなら

ない。

・カレッジ内で投じられた票の絶対多数を獲得した候補者およびその代理人は、株主総会において提案

される。投票の結果、絶対多数を獲得した候補者がいない場合、最も多くの票を獲得した2名の候補

者は2回目の投票を受けねばならず、その結果絶対多数を獲得した1名が株主総会において提案され

る。候補者およびその代理人の身分は、かかる候補者の選任を決定するための株主総会の招集通知に

含まれなければならない。

b．従業員株主を代表する取締役の地位

従業員株主を代表する取締役の任期は、フランス商法第L.225-18条に従い株主総会において選任された

取締役の任期と同一とする。ただし、かかる取締役の任期は自動的に終了するものとし、また、従業員株

主を代表する取締役は、（個人のもしくはFCPEを通じた）株主としての資格、またはフランス商法第

L.225-180条の意味における、当行もしくは当行に関連する会社もしくは経済的利益グループの従業員とし

ての資格を喪失した場合には、自動的に退任したものとみなされる。
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すべての候補者は代理人を持たなければならず、代理人は、任期の途中で、任命された従業員株主を代

表する取締役としての任務が決定的に終了した場合に、代理するよう要請される。この場合、当該代理人

は、定められた期間まで従業員株主を代表する取締役として務めるよう、取締役会により選ばれる。かか

る取締役会による代理人の選任は、次の定時株主総会において承認を受けるものとする。代理取締役が選

任されるまでの間、取締役会は有効に会議を開催し審議することができる。

代理人が取締役を務めることが決定的に不可能な場合は、遅くとも次の定時株主総会の前までに、候補

者の選任に関する上記a.に規定する条件に基づいて、その交替が行われる。かかる株主総会が当該代理人

の執行不能が決定的になった後4ヶ月たたずに開催される場合は、その次の定時株主総会までに行う。代理

取締役が選任されるまでの間、取締役会は有効に会議を開催し審議することができる。

任期中に、フランス商法第L.225-102条に基づき毎年取締役会から株主総会に提出される報告書におい

て、同条の範囲内で保有する株式が当行の株式資本の3％未満であるとされる場合、従業員株主を代表する

取締役の任期は、この事実を記載した取締役会による報告書が提出される株主総会の終了時に終了するも

のとする。

 

取締役会の審議（定款第14条）

取締役会は、当行の利益のために必要とされる頻度で、会長、取締役会により権限を付与された者、ま

たは前回の取締役会が2ヶ月以上前に開催された場合には、特定の議題を検討するために3分の1以上の取締

役の通知により、招集される。

取締役会における審議が有効となるためには、取締役の半数以上が現実に出席していなければならな

い。議案を可決するためには、本人または代理で出席した取締役の過半数の議決権を要する。各取締役は1

票の議決権を有しており、2人以上の取締役を代理する権限を有しない。

投票結果が可否同数であった場合、会長が決定投票権を有する。

取締役会の決定は、電子手段を含め、取締役同士の書面による協議でも行うことができる。ただし、こ

れに異議を唱える者がいないことを条件とする。

取締役会会長（または取締役会を招集する権限を有するその他の者）は、提出された議案について書面

による協議により投票するよう取締役を招集する。取締役は、議案の送付から5日以内に投票を行わなけれ

ばならない。ただし、会長が（緊急時および／または決定すべき事項を考慮して）より短い期間を設定し

た場合を除く。

取締役が当該期間内に回答せず、かつ会長が当該期間の延長を行わない場合、当該取締役は協議に参加

しなかったものとみなされる。

取締役の1名が書面による協議による決定に異議を唱える場合、当該取締役は、取締役会会長（または協

議の提案者）に対し、当該異議を書面または該当する場合電子手段により通知しなければならない。当該

異議は、協議の送付から2日以内に会長に到達しなければならない。

 

（ｂ）取締役会会長および最高経営責任者（定款第16条および第17条）

（ⅰ）取締役会会長

フランス通貨金融法典第L.512-49条の規定に従って、取締役会は、地域銀行の取締役である構成員の中

から会長を選任し、その取締役としての任期を超えない範囲で在職期間を決定する。

取締役会は1名以上の副会長を選任できるものとし、取締役会はその在職期間を決定するが、かかる在職

期間はその取締役としての任期を超えないものとする。

取締役会会長は取締役会を代表する。会長は、取締役会の業務の調整および監督を行い、かかる業務に

ついて株主総会に報告する。

会長は、当行の機関の正常な運営について責任を負う。特に、会長は、取締役がそれぞれの任務を遂行

できるように努めるものとする。
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年齢制限に関する規定の例外として、取締役会会長の在職年齢制限は67歳とする。かかる年齢制限に従

い、任期に関する規定の例外として、現職の会長は取締役として5期目の任期に就くことができる。

（ⅱ）執行役員

A. 最高経営責任者

フランス通貨金融法典第L.512-49条に従い、取締役会は、当行の「最高経営責任者」（Directeur

général）を選任するものとし、解任することもできる。

最高経営責任者は、あらゆる場合に当行を代表して行為を行う最も広範な権限を有するものとする。最

高経営責任者は、当行の目的の範囲内において、また、株主総会および取締役会に明示的に付与された権

限に従うことを条件として、かかる権限を行使することができる。

最高経営責任者は、第三者との関係において、当行を代表するものとする。

最高経営責任者の行為がその権限を超えるものであった場合、第三者がかかる行動がその権限を超える

ものであることを知っていたとき、またはかかる行動が権限を超えるものであったことについて状況に照

らして当然に知っていたであろうことを当行が証明したときを除き、当行はかかる行動に拘束される。定

款が公表されていることでは、その証明とはならない。

最高経営責任者の権限を制限する定款の条項および取締役会による決定は、第三者を拘束しない。

最高経営責任者は取締役会に出席するものとする。

最高経営責任者は、フランス通貨金融法典の規定に従い、すべての従業員を選任し、その報酬も決定す

る。

最高経営責任者は、その権限の一部を自ら適切と判断する複数の者に付与することができ、その人数に

上限はないものとする。

B. 最高経営責任者代理

最高経営責任者の提案により、取締役会は、1名以上の者を最高経営責任者の補助を担当する最高経営責

任者代理（Directeur général délégué）として選任する。

最高経営責任者の同意の下、取締役会は、最高経営責任者代理に付与された権限の範囲および存続期間

を決定する。

最高経営責任者代理は、第三者との関係において、最高経営責任者と同等の権限を有する。

最高経営責任者が職務を放棄し、またはこれを遂行できない場合は、取締役会による別段の定めがない

限り、最高経営責任者代理は、新たな最高経営責任者が選任されるまでの間、それぞれの職務を遂行する

ものとする。

 

（ｃ）無議決権取締役（定款第12条）

会長の提案により、取締役会は、1名以上の無議決権取締役（censeurs）を選任することができる。

無議決権取締役は3年間の任期で任命される。取締役会は、いつでも無議決権取締役を解任することがで

きる。

無議決権取締役は取締役会に招集され、アドバイザリーの立場で参加する。

無議決権取締役は、その職務の対価として、取締役会が決定する報酬を受けることができる。

 

株主総会

（ａ）株主総会（定款第21条）

当行の集団的意思決定は、株主総会（審議される議題の内容により、通常株主総会または臨時株主総

会）により承認される。

 

（ｂ）株主総会の通知および開催地（定款第22条）

株主総会は、適用される法令に従って招集され、審議が行われるものとする。

株主総会は、本社または招集通知において指定されるその他の場所で開催される。
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（ｃ）代理出席（定款第24条）

（ⅰ）総会への出席－代理出席

すべての株主は、保有する株式の数にかかわらず、法律および定款で定められた条件に従い、総会の2営

業日前の深夜12時（パリ時間）までに株式が自己の名義または株主の代理として登録された仲介機関の名

義で当該株式が登録されていることを条件として、その身分および有価証券の所有を証明することによ

り、本人または代理人により株主総会に出席する権利を有する。

・記名式株式の保有者は、その保有する株式を当行の株主名簿により管理される記名式株式口座に登録

しなければならない。

・無記名式株式の保有者は、その保有する株式を承認仲介機関の無記名式株式口座に預託するものとす

る。かかる登録または申請は、承認仲介機関が（適用に応じて電子形式で）交付する株式保有証明書

により証明される。

株主が本人または代理人により株主総会に出席できない場合、当該株主は、適用される法令に従い、以

下の2つの方法のいずれかにより参加することができる。

・遠隔投票による方法

・当行宛に代理人の記載のない委任状を郵送する方法

（ⅱ）総会への出席

株主が入場許可証もしくは株式所有証明書を請求した場合または遠隔投票を行い、もしくは委任状を郵

送した場合、当該株主は、他の方法により総会に出席することはできない。ただし、当該株主は、所有す

る株式の一部または全部をいつでも売却することができる。

株式の売却が総会の2営業日前の深夜12時（中央ヨーロッパ標準時）までに行われた場合、当行は、必要

に応じて、遠隔投票、委任状、入場許可証または株式所有証明書を無効とし、またはこれに適切な修正を

行わなければならない。口座名義人である承認仲介機関は、かかる売却について当行またはその代理人に

通知し、また必要な情報を提供するものとする。

承認仲介機関は、総会の2営業日前の深夜12時（中央ヨーロッパ標準時）を過ぎてから行われた売却また

は取引に係る通知は行わないものとし、当行もかかる売却または取引については考慮しないものとする。

フランス居住者ではない当行の株主は、株主の代理として登録され、株式を管理する一般的な権限を与

えられている仲介機関によって口座に登録し、総会においてはかかる仲介機関が株主を代表することがで

きる。ただし、口座を開設した場合、仲介機関は適用される法令に従い、第三者を代表して株式を保有す

る仲介機関としての資格を当行または口座名義人である金融仲介機関に届け出なければならない。

総会の通知および株主に対する招集通知に掲載される取締役会の決定に基づき、株主は、適用される法

令に従い、ビデオ会議またはインターネットを含むその他の電気通信もしくは遠隔通信手段により総会に

参加することができる。総会への参加条件および投票の条件については、使用する手続および技術が、総

会が継続的かつ同時に中継され、投票を正確に記録するために必要な技術的基準を満たしていることを検

証して、取締役会が決定する。

総会手続の管理機関が開設したウェブサイト上で電子投票を行った株主は、設定された期限を遵守する

ことを条件として、本人または代理人により総会に出席しているものとみなされる。電子投票フォーム

は、取締役会により承認され、フランス民法第1367条第2項第1文が定める要件に従った、ログインIDおよ

びパスワードを組み合わせること等の手続を用いることにより、オンライン上で記入し、署名することが

できる。

上記の電子手段を通じて株主総会の前に発行された委任状または投じられた票およびその後に行われる

受領の確認は撤回することができない文書とみなし、これはあらゆる関連当事者に対して法的強制力を有

する。総会の2営業日前の深夜12時（中央ヨーロッパ標準時）までに株式が売却された場合、当行は、必要

に応じて、その日時までに発行された委任状または投票を無効とし、またはこれに適切な修正を行うもの

とする。
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（ｄ）定足数および投票（定款第26条）

株主総会の定足数は株式総数に基づき算定され、法律および定款の規定に従い、それぞれ議決権を行使

することができない株式を差し引いたものとする。

遠隔投票の場合、適用される法令により定められた期間内に、当該法令により定められた条件に基づい

て株主総会の開催前に当行が受領した票のみが算入される。

代理人を指名しない代理投票の場合、議長は、取締役会により提案または承認された決議については賛

成票を投じ、それ以外のすべての決議については反対票を投じるものとする。

法律に定められる特別な場合を除き、各株主は、株主総会において、保有する全額払込済みの普通株式

数と同数の票を投じることができる。

当行は、フランス居住者ではない株主を代理して登録され、株式の管理について一般的な権限が与えら

れている仲介機関に対して、当該仲介機関が代理し、その議決権が行使される株主のリストを要求するこ

とができる。

適用される法令または定款に従ってその権限において行為を行うことを届け出ていない仲介機関または

有価証券の所持人の身元を開示していない仲介機関による投票または代理投票は、算入されないものとす

る。

 

利益の決定、割当および分配（定款第30条）

（ａ）損失累計額を控除した事業年度の利益の5％は、資本金の10分の1に達するまで、法定準備金として

計上される。

（ｂ）利益剰余金により増加した残高がもしあれば、分配可能利益として、通常株主総会において、以下

のとおり処理される。

（ⅰ）1つまたは複数の通常または臨時の任意の準備金口座（特定の目的あり／なし）に配分される。

（ⅱ）配当金として株主に分配される。

通常株主総会は、また、株主により分配可能な準備金から配当を行うことを決定することができる。

（ｃ）通常株主総会（中間配当の場合、取締役会）は、当行の金融健全性規制を満たすために、特定の会

計期間に関し、株主に対する配当を支払うか否かを決定することができる。

（ｄ）通常株主総会は、当該株主総会が決定する範囲および条件の下で、配当または中間配当の全部また

は一部について、現金または発行される株式のいずれかの配当支払のオプションを各株主に付与する

ことができる。

 

解散－清算（定款第31条）

（ａ）当行は、理由を問わず、その解散の時から清算に入るものとする。当行の法人格は、かかる清算の

目的のために、清算が完了するまで存続する。

株式は、清算が完了するまで取引される。

当行の解散は、解散の通知が商業・会社登記簿（registre du commerce et des sociétés）におい

て公表された日以降に限り、第三者に対して効力を有する。

当行の存続期間の終了時において（延長されない場合）、またはこれに先立って臨時株主総会で当

行が解散した場合は、かかる総会において清算に関する規則が定められる。かかる臨時株主総会は、

通常株主総会に適用される定足数および過半数の決議要件に従って決議を行い、1名または複数名の

清算人を選任する。かかる清算人の権限は当該臨時株主総会が決定し、清算人は法律に従いその責任

を果たすものとする。清算人の選任をもって、取締役、会長、最高経営責任者および最高経営責任者

代理の職務は終了するものとする。

清算の期間中、株主総会は、当行の存続期間中に行使した権限と同一の権限を行使するものとす

る。
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（ｂ）清算人は当行を代表する。清算人には、正式になされるものでなくとも、当行の資産を処分する広

範な権限が与えられる。清算人は、債権者に対して支払を行い、残余財産の分配を行う権限を有す

る。

株主総会は、清算の目的のために、清算人に対し、現在の事業を継続し、または新規事業を行う権

限を付与することができる。

株式の額面金額は、当行の資本金に対する持分に応じて払い戻され、清算配当が行われるものとす

る。

 

２ 【外国為替管理制度】

 

(1) 株式の所有

本書の日付現在、フランス通貨金融法典第L.151-1条に従い、フランスおよび外国との間の外国為替取

引は原則として自由である。しかしながら、フランスの政府機関は、フランス通貨金融法典第L.151-2条

に従い、国益の防衛を確保するため、また、経済大臣の報告を受けて制定された命令により、特に通知

および事前の許可を与え、またはフランスにおける対内投資の設立および清算を管理する。

フランス通貨金融法典第L.151-3条に従い、フランス通貨金融法典第R.151-1条以下に規定された慎重

を要する一部の業界および戦略分野におけるフランスの活動の支配的持分（以下に詳述する）を取得す

る際、事前の許可を得る必要がある。

当行に対する対内投資は、かかる事前の許可を得る必要はない。

フランス通貨金融法典第L.151-2条以下に規定される承認制度の実行ならびに慎重を要する業界および

戦略分野への対内投資に係る申請の目的において、「投資」という用語は、フランス通貨金融法典第

R.151-1条および第R.151-2条によれば、3つの種類の投資を指す。

(a) (ⅰ)外国籍の自然人、(ⅱ)フランス一般租税法典第4B条の意味におけるフランス籍の非居住者であ

る自然人、(ⅲ)外国の法律に基づき設立された法人または(ⅳ)フランス法に基づき設立され、(ⅰ)、

(ⅱ)もしくは(ⅲ)に記載する1もしくは複数の者もしくは法人により支配される法人および(ⅲ)もしく

は(ⅳ)に記載する法人を支配する自然人もしくは法人（以下「外国人」という。）による、フランス

法に基づき設立された企業における（フランス商法第L.233-3条の意味における）支配的持分の買収

(b) フランス法に基づき設立された企業に係る（部分的または全体的な）「事業活動の拠店」の外国人

による買収

(c) 外国人が直接または間接に、単独でまたは共同してフランス法に基づき設立された法人の議決権の

保有を25％超に増加させること。ただし、かかる投資が、(ⅰ)フランスと不正行為および脱税に対抗

するための「管理支援協定」を締結している欧州連合の加盟国もしくは欧州経済地域の加盟国の国籍

を有するもしくはそれらに居住する自然人によって、または(ⅱ)フランスと不正行為および脱税に対

抗するための「管理支援協定」を締結している欧州連合の加盟国もしくは欧州経済地域の加盟国に設

立されたもしくはその国籍を有し居住する自然人もしくは法人ですべての支配体系が構成されている

法人によって行われる場合は、この限りでない。

(d) 外国人が直接または間接に、単独でまたは共同してフランス法に基づき設立された上場会社の議決

権の保有を10％超に増加させること。ただし、かかる投資が、(ⅰ)フランスと不正行為および脱税に

対抗するための「管理支援協定」を締結している欧州連合の加盟国もしくは欧州経済地域の加盟国の

国籍を有するもしくはそれらに居住する自然人によって、または(ⅱ)フランスと不正行為および脱税

に対抗するための「管理支援協定」を締結している欧州連合の加盟国もしくは欧州経済地域の加盟国

に設立されたもしくはその国籍を有し居住する自然人もしくは法人ですべての支配体系が構成されて

いる法人によって行われる場合は、この限りでない。このような背景から、10％の基準値を超過した

投資家は財務省総局に通知しなければならないという特定の手続が実施されている。2019年12月31日

付決定（Arrêté du 31 décembre 2019 relatif aux investissements étrangers en France）（2023
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年12月28日付決定（Arrêté du 28 décembre 2023 relatif aux investissements étrangers en

France）により改正）には、かかる通知により提供されるべき情報が記載されている。経済・財務大

臣には、当該取引が更なる検討の対象となるか否かを決定するために、かかる通知を受領後10日間が

与えられ、詳細な承認手続が実施される。これが実施されない場合、投資家は、かかる投資を実行す

ることが許可されたとみなされ、2020年 7月 22日付命令第2020-892号（Décret relatif à

l'abaissement temporaire du seuil de contrôle des investissements étrangers dans les

sociétés françaises dont les actions sont admises aux négociations sur un marché

réglementé）（随時の改正を含む。）によって導入された一時的な制度と異なり、2024年1月1日に発

効した新たな法文では、かかる通知から6ヶ月以内に投資を行うことを求められない。経済・財務大臣

は、正式な許可手続の実施を決定する場合、かかる機密性の高いフランス企業の10％超の議決権を当

該外国投資家が保有することを許可しないとの決定を行う可能性がある。

すなわち、フランス通貨金融法典第R.151-1条以下に従い、フランス通貨金融法典第R.151-3条に定め

る一覧表に記載の特定地域における上記(a)、(b)、(c)および(d)に記載の法人による（上記(a)、(b)、

(c)および(d)の意味における）投資（2019年12月31日付命令第2019-1590号）については、経済大臣によ

る事前の許可または上記(d)に記載の場合は事前の通知が必要である。COVID-19の大流行に関連して、ま

た、エネルギーの自立を目指して、フランス経済大臣は、特定のスクリーニングの対象となる可能性が

高い重要技術のリストに、バイオテクノロジーおよび低炭素エネルギーの生産に関わる技術をそれぞれ

含める、2020年4月27日付命令（Arrêté relatif aux investissements étrangers en France）および

2021年9月10日付命令（Arrêté du 10 septembre 2021 relatif aux investissements étrangers en

France）（2023年12月28日付決定（Arrêté du 28 décembre 2023 relatif aux investissements

étrangers en France）により改正）に署名した。

フランス通貨金融法典第R.151-4条に従い、（対象会社の合意により）外国投資家または対象会社は、

この事前許可制度の範囲に該当するか否かについて経済大臣からコンフォート・レターをかかる投資の

前に請求できる。

 

(2) 外国為替管理

現行のフランスの為替管理規則の下では、当行が非居住者に対して送金できる現金支払額に関する制

限はない。

現行の規則（フランス通貨金融法典第L.152-1条およびL.152-1-2条を含む。）に従い、自然人による

フランスから他のEU加盟国へまたは他のEU加盟国からフランスへの金銭の支払については、当該命令に

定める条件に基づきフランス当局に対して届出を行わなければならない。ただし、送金される金額が

10,000ユーロより低い場合を除く。提供された情報が不正確または不完全な場合、かかる届出義務を満

たしているとみなされない。50,000ユーロを超える金額の送金に関する届出で資金出所を証明する文書

が付されない場合は、届出がなされたとみなされないものとする。

2018年10月23日付欧州規則（EU）第2018/1672号は、欧州連合に出入りし、かつ10,000ユーロ相当額以

上の現金を携帯している自然人が当該EU加盟国の監督当局にその合計金額を申告することを定めてい

る。

 

３ 【課税上の取扱い】

 

(1) EUによる金融取引税の導入案

2013年2月14日、欧州委員会は、ベルギー、ドイツ、エストニア、ギリシャ、スペイン、フランス、イ

タリア、オーストリア、ポルトガル、スロヴェニアおよびスロバキア（以下「参加加盟国」という。）

における、共通の金融取引税（以下「FTT」という。）に関する指令草案（以下「委員会草案」とい
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う。）を発表した。FTTが制定された場合、一定の状況の下では本社債を含む取引に適用される可能性が

ある。しかしながら、本社債の発行および申込は、エストニアが交渉からの離脱を正式に表明したこと

により、適用が除外されるはずである。

FTTが適用され徴収される仕組みは未だ周知されていないが、指令草案または類似の課税が採択された

場合、本社債の取引に係る費用が増加し、また、本社債の取引市場の流動性が低下する可能性がある。

FTT草案は、参加加盟国間（離脱したエストニアを除く。）の交渉で意見の一致が得られなかったた

め、かかる課税の範囲は確定していない。公式声明に基づき、参加加盟国（エストニアを除く。）は、

FTTの範囲を縮小し、課税年度の前年の12月1日に株式の時価総額が1十億ユーロを超える欧州企業の上場

株式のみに適用する提案に基づいた交渉を継続することに合意している。この改定された提案により、

適用される税率が0.2％未満となることはない。したがって、FTTは実施前に変更される可能性がある

が、時期については依然として不明である。EU加盟国が追加的に参加を決定する可能性および／または

参加加盟国（既に離脱したエストニアを除く。）が離脱する可能性もある。かかる改定された提案は、

参加加盟国間（離脱したエストニアを除く。）で合意に至っていない。その後、欧州委員会は、2022年

度末までに参加加盟国間（離脱したエストニアを除く。）で合意が得られない場合、2026年1月1日の導

入を目指し、2024年6月までに新たなFTTに基づく新しい独自の方法を提案できるよう努めることを宣言

した。欧州議会がEU委員会および協力強化の交渉に関与する加盟国に対し、FTTについて合意に達するよ

う最大限の努力をするよう要請したにもかかわらず、委員会は2023年6月、「いかなる提案も短期間で合

意される見込みはほとんどない。」と述べた。2022年末の時点で、参加加盟国（エストニアを除く。）

の間で合意は得られなかった。しかし、欧州委員会はこれまでのところ、新たなFTTに関するいかなる提

案も発表していない。

本社債の取得を検討する者は、本社債の申込、購入、保有および処分に関連しうるFTTまたは類似の税

金の影響に関して個別に専門的な助言を求めることが薦められる。

 

(2) フランスの租税制度

以下の記載は、(ⅰ)税務上、フランス共和国外に永住しているかまたはフランス共和国外の居住者で

あり、(ⅱ)フランス共和国を恒久的施設または固定的拠点として行う事業または職業に関連して本社債

を保有しておらず、かつ(ⅲ)当行の株式を同時に保有していない本社債の所持人に関連し得る、フラン

ス国内での一定の源泉徴収税の効果についての基礎的概要である。本概要は、現在有効でありかつフラ

ンスの税務当局が適用するフランスの税法および規則に基づいており、いずれも今後変更または異なる

解釈がなされることがある。本概要は、一般的な情報のみを目的としており、特定の保有者の特殊な状

況に照らして関連し得るフランスの税務上のすべての考慮事項に言及するものではない。自身の税務上

の状況について疑義のある者は、専門の税務顧問に相談すべきである。

 

フランス一般租税法典（Code général des impôts）第125AⅢ条に基づき、発行会社による本社債の利

息およびその他の収益の支払は、当該支払がフランス一般租税法典第238-0A条の意義の範囲に含まれる

フランス国外の非協力的国家または非協力的地域（以下「非協力国」という。）（フランス一般租税法

典（Code général des impôts）第238-0A条の2の2第2号に記載されているものを除く。）においてなさ

れる場合を除き、源泉徴収税の対象にはならない。当該本社債に基づく当該支払が非協力国においてな

された場合は、75％の源泉徴収税が適用される（ただし、一定の例外（その一部は下記に記載する。）

および適用ある二重課税条約のより有利な規定に従う。）。75％の源泉徴収税は、本社債の税務上の居

住地に関係なく適用される。非協力国の一覧は政府の省令により公開され、随時かつ少なくとも毎年更

新される。政府の省令による公開から3ヶ月目の1日以降に当該一覧に加えられた非協力国には、フラン

ス一般租税法典（Code général des impôts）第238-0A条を参照する同法典の規定が適用される。2018年

10月24日に発表された法律（第2018-898号）により、(ⅰ)欧州連合の加盟国の特定除外が廃止され、

(ⅱ)非協力国の一覧に、欧州連合理事会が発表した要注意リスト（随時改定される。）に掲載された国

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

  48/1736



および管轄地域が追加され、(ⅲ)その結果、当該要注意リストに掲載された一定の国および管轄地域に

もかかる源泉徴収制度が拡大された。

さらに、フランス一般租税法典第238A条に従い、利息およびその他の収益は、それが非協力国におい

て居住し、もしくは設立された者に対して支払われ、もしくは発生した場合、または当該非協力国に所

在する金融機関に開設された銀行口座に支払われた場合は、発行者の課税所得から控除することはでき

ない。上記のとおり非協力国の一覧を改定する上記の法律により、欧州連合理事会が発表した要注意リ

スト（随時改定される。）に掲載されたすべての国および管轄地域にかかる制度が拡大された。一定の

条件の下では、控除できない利息およびその他の収益はフランス一般租税法典第109条以下に従って、み

なし配当と位置付けられることがある。その場合、かかる控除できない利息およびその他の収益は、

(ⅰ)税法上のフランス非居住者である法人である支払の実質所有者に対しては25％、または(ⅱ)(x)支払

が非協力国（フランス一般租税法典（Code général des impôts）第238-0A条の2の2第2号に記載されて

いるものを除く。）（フランス一般租税法典（Code général des impôts）第119条の2の2に規定する源

泉徴収税の適用に一定の制限が課される、欧州連合理事会が発表した要注意リスト（随時改定され

る。）に掲載された国および管轄地域を含む。）においてなされていない場合（なされている場合の源

泉徴収税率は75％に相当する。）、および(y)一定の例外（その一部は下記に記載する。）および適用あ

る二重課税条約のより有利な規定に従う場合は、税法上のフランス非居住者である個人である支払の実

質所有者に対しては12.8％の税率で、同法典第119条の2の2に規定する源泉徴収税の対象となることがあ

る。

上記にかかわらず、社債の発行の主たる目的および趣旨が非協力国における利息またはその他の収益

の支払を許容するものでないことを発行者が証明することができる場合は、フランス一般租税法典第

125AⅢ条に規定する75％の源泉徴収税、（該当する利息または収益が真正な取引に関連するものであ

り、異常なまたは過大な金額でない範囲に限り）利息およびその他の収益の控除対象外、ならびに、か

かる控除対象外となった結果課される可能性のある第119条の2の2に規定する源泉徴収税のいずれも、特

定の社債の発行に関して適用されない（以下本項において「本免除」という。）。

また、フランスの租税に関する行政指導指針（Bulletin Officiel des Finances Publiques-Impôts

2023年6月6日付BOI-INT-DG-20-50-20第290号、2022年6月14日付BOI-INT-DG-20-50-30第150号、2019年12

月20日付BOI-RPPM-RCM-30-10-20-40第1号および第10号ならびに2019年12月20日付BOI-IR-DOMIC-10-20-

20-60第10号）の規定に従って、以下のいずれかに該当する場合は、発行者が社債の発行の主たる目的お

よび趣旨を立証する証拠を提出しなくても、社債の発行には本免除が適用される。

（ⅰ）社債が、フランス通貨金融法典第L.411-1条の意義の範囲内における目論見書の公表が義務付け

られている公募により、または非協力国以外の国家における同等の募集に従って募集される場合。こ

こでいう「同等の募集」とは、外国証券市場当局による、または外国証券市場当局への募集書類の届

出もしくは提出を必要とする募集を意味する。

（ⅱ）社債が規制市場またはフランスもしくは外国の多国間証券取引システムでの取引を承認されて

いる場合。ただし、当該市場またはシステムは非協力国に所在せず、また、当該市場の運営は市場運

営者もしくは投資サービス提供者またはその他類似の外国事業体によりに行われているものとする。

さらに、当該市場運営者、投資サービス提供者または事業体は非協力国には所在しないものとする。

（ⅲ）社債が、発行時に、フランス通貨金融法典第L.561-2条の意義の範囲内にある中央振替機関もし

くは証券決済・受渡し・支払制度の運営者による運営または1つもしくは複数の類似の外国の振替機関

もしくは運営者による運営において承認されている場合。ただし、当該振替機関または運営者は非協

力国には所在しないものとする。

 

(3) 日本の租税制度

(a) 日本の居住者が支払を受ける本社債の利息は、日本の租税に関する現行法令（以下「日本の税法」

という。）上20.315％（所得税、復興特別所得税および地方税の合計）の源泉所得税を課される。さ
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らに、日本の居住者は、申告不要制度または申告分離課税を選択することができ、申告分離課税を選

択した場合、20.315％（所得税、復興特別所得税および地方税の合計）の税率が適用される。日本の

内国法人が支払を受ける本社債の利息は、日本の税法上15.315％（所得税および復興特別所得税の合

計）の源泉所得税を課される。当該利息は当該法人の課税所得に含められ、日本の所得に関する租税

の課税対象となる。ただし、当該法人は当該源泉所得税額を、一定の制限の下で、日本の所得に関す

る租税から控除することができる。

(b) 本社債の譲渡または償還による損益のうち、日本の居住者に帰属する譲渡益または償還差益は、

20.315％（所得税、復興特別所得税および地方税の合計）の税率による申告分離課税の対象となる。

ただし、特定口座のうち当該口座内で生じる所得に対する源泉徴収を日本の居住者が選択したもの

（源泉徴収選択口座）における本社債の譲渡または償還による所得は、確定申告を不要とすることが

でき、その場合の源泉徴収税率は、申告分離課税における税率と同じである。日本の内国法人に帰属

する譲渡損益または償還差損益は当該法人のその事業年度の日本の租税の課税対象となる所得の金額

を構成する。

(c) 日本の居住者は、本社債の利息、譲渡損益および償還差損益について、一定の条件で、他の債券や

上場株式等の譲渡所得、利子所得および配当所得と損益通算および繰越控除を行うことができる。

(d) 本社債に係る利息および償還差益ならびに本社債の譲渡により生ずる所得で、日本に恒久的施設を

持たない日本の非居住者および外国法人に帰属するものは、日本の所得に関する租税は課されない。

 

４ 【法律意見】

 

当行のフランスにおける法律顧問であるクリアリー・ゴットリーブ・スティーン・アンド・ハミルトン

LLPより、以下の趣旨の法律意見書が提出されている。

(ⅰ) 当行は、フランス共和国法に基づき、公開会社として有効に存在しており、有価証券報告書に記載さ

れている事業を行い、財産を所有し、運用する完全な権限を有している。

(ⅱ) 当行は、関東財務局長に有価証券報告書を提出する権限を有している。

(ⅲ) 本有価証券報告書の「第1－1　会社制度等の概要」、「第1－2　外国為替管理制度」および「第1－

3　課税上の取扱い－(2) フランスの租税制度」に記載されているフランス共和国の法律に関する記述

は、当該記載が各箇所で説明されるフランス共和国の法令の特定の規定を要約した記載である限りに

おいて、すべての重要な点において真実かつ正確である。
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第２ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

　以下の表には、表示期間／日における当行の事業運営に関する主要な指標の一定の推移が記載されてい

る。

 

(1) 最近5連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

 

利益の推移

要約損益計算書

（百万ユーロ） 2020年 2021年 2022年
(1) 2023年 2024年

収益 20,500 22,657 22,491 25,180 27,181

営業総利益 7,609 8,836 9,231 11,039 12,286

当期純利益 3,238 6,849 6,186 7,343 8,153

当期純利益－当行グループの持分 2,692 5,844 5,306 6,348 7,087

(注1)　2022年12月31日現在のデータは、IFRS第17号の効力発生に伴い修正再表示された。

 

事業

（十億ユーロ）

2020年

12月31日

2021年

12月31日

2022年

12月31日

2023年

12月31日

2024年

12月31日

総資産 1,961 2,074 2,138 2,189 2,310

貸出金総額
(1) 509 569 623 663 708

顧客資金
(2) 882 1,075 1,100 1,070 1,095

運用資産(資産運用、保険およびプライ

ベート・バンキングにおけるもの)
1,895 2,256 2,138 2,502 2,867

(注1)　金融機関および顧客に対する貸出金ならびに債権の総額。

(注2)　顧客からの債務、金融機関からの債務（クレディ・アグリコル内部取引を除く）、債務証券（債券を除く）。

 

事業部門別利益

当期純利益（損失）－当行グループの持分への寄与

（百万ユーロ）

2020年 2021年

2022年

連結財務書類

表示額
(1)

2023年

連結財務書類

表示額

2024年

連結財務書類

表示額

フランス国内リテール・バンキング－LCL 537 764 899 835 790

国際リテール・バンキング 207 558 273 703 836

資産収集 1,706 2,420 2,282 2,541 2,875

専門金融サービス 559 808 751 852 625

大口顧客 1,330 1,611 1,711 2,011 2,448

コーポレート・センター (1,647) (317) (609) (593) (488)

(注1)　2022年12月31日現在のデータは、IFRS第17号の効力発生に伴い修正再表示された。
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(2) 最近5会計年度に係る提出会社の主要な経営指標等の推移

 

5年間の要約財務情報

 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

期末現在の株主持分（ユー

ロ）
8,750,065,920 9,340,726,773 9,127,682,148 9,158,213,973 9,123,093,081

発行済株式数 2,916,688,640 3,113,575,591 3,042,560,716 3,052,737,991 3,041,031,027

業務純利益および当期純利益

（百万ユーロ）
     

総収益 12,976 15,465 20,205 38,088 42,247

税金、従業員利益分配、減価

償却、償却および引当金費用

控除前利益

780 2,816 4,852 3,165 3,141

従業員利益分配制度 1 2 2 3 2

法人所得税 (286) (275) (298) (385) (288)

税金、従業員利益分配、減価

償却、償却および引当金費用

控除後利益

245 4,461 5,233 3,106 3,473

株主総会日に配当を提案され

た利益
2,332 3,176 3,175 3,181 3,327

1株当たり利益（ユーロ）      

税金および従業員利益分配控

除後、減価償却、償却および

引当金費用控除前利益

0.365 0.992 1.692 1.162 1.127

税金、従業員利益分配、減価

償却、償却および引当金費用

控除後利益

0.084 1.433 1.720 1.017 1.142

普通配当 0.80 1.05 1.05 1.05 1.10

ロイヤリティ配当 - - - -  

従業員      

平均従業員数
(1) 1,700 1,752 1,844 1,889 1,961

当期の給与合計（百万ユー

ロ）
160 167 162 179 189

当事業年度の社会給付のため

に支払われた金額（社会費用

および労働）（百万ユーロ）

100 109 89 117 97

(注1)　本部職員を指す。
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２ 【沿革】

 

1885年 ジュラ地方のポリニーに最初の地区金庫が設立される。

1894年 法律により、最初のソシエテ・ドゥ・クレディ・アグリコル（クレディ・アグリコ

ル・カンパニーズ）（後にケス・ロカール・ドゥ・クレディ・アグリコル・ミュー

チュエル（クレディ・アグリコル・ミューチュエル地区金庫）と呼ばれる。）の設立

が認められる。

1899年 法律により、地区金庫がクレディ・アグリコル地域銀行の系列とされる。

1920年 オフィス・ナショナル・デュ・クレディ・アグリコルが設立され、1926年にケス・ナ

ショナル・ドゥ・クレディ・アグリコル（以下「CNCA」という。）となる。

1945年 クレディ・アグリコル全国連合（以下「FNCA」という。）が設立される。

1959年 政令により、クレディ・アグリコルが地方の非農業従事者世帯向けの住宅ローンを販

売することが許可される。

1986年 当行グループの生命保険会社であるプレディカが設立される。

1988年 法律により相互会社として再編されたCNCAはフランスの株式会社（société

anonyme）となり、その後、フランス政府から地域銀行および当行グループの従業員

に売却される。

1990年 当行グループの損害保険子会社であるパシフィカが設立される。

1996年 インドスエズ銀行を買収する。

1999年 ソフィンコを買収し、クレディ・リヨネ銀行に対する最初の出資を行う。

2001年 CNCAがクレディ・アグリコル・エス・エーとして再法人化され、2001年12月14日に新

規株式公開を行う。

2003年 フィナレフおよびクレディ・リヨネ銀行（現LCL）を買収する。

2006年 カリパルマ、フリューラドリア、イタリアに所在するバンカ・インテーザの202の支

店およびギリシャに所在するエンポリキ・バンクを買収する。

2009年 クレディ・アグリコル・アセット・マネジメントおよびソシエテ・ジェネラル・ア

セット・マネジメントが合併してアムンディが設立される。

2010年 クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス（ソフィンコおよびフィナレ

フの合併）ならびにクレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング

（クレディ・アグリコル・リーシングおよびユーロファクターの合併）が設立され

る。

2011年 イタリアに所在するインテーザ・サンパオロ・エス・ピー・エーの172支店を買収す

る。

2013年 エンポリキ・グループをアルファ・バンクへ売却し、CLSAおよびシュヴルーの株式ブ

ローカーならびにバンクインテルの株式投資を売却する。

2014年 ニューエッジに対する50％の持分をソシエテ・ジェネラルへ売却し、同時にアムン

ディに対する5％の追加持分を取得する（現在80％を保有。）。

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスの北欧子会社、クレディ・ア

グリコル・ブルガリアおよびBNIマダガスカルの売却により、業務再編が行われる。

2015年 アムンディの新規株式公開が行われ、クレディ・アグリコル・グループの持分が75％

に減少する。

クレディ・アグリコル・アルバニアをコーポレート・コマーシャル・バンクADへ売却

する。

2016年 当行グループの資本構造を簡素化するユリーカ取引が発表され、完了する。

2017年 アムンディによるパイオニア・インベストメンツの買収が完了し、クレディ・アグリ

コル・グループの持分が70％に減少する。

貯蓄銀行であるチェゼーナ、リミニおよびサン・ミニアートの95％超の持分を取得す

る。

2018年 バンキア、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス間で、スペインに

おいて消費者金融のジョイント・ベンチャーを設立する。

キャップ・ジェミニ、インドスエズ・ウェルス・マネジメント間の共同技術基盤であ

るアズコールを設立する。

インドスエズ・ウェルス・マネジメントによるイタリアのバンカ・レオナルドの買収

が完了する。
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2019年 当行グループのプロジェクトおよびレゾンデートルが発表される。

CACEISによるKASバンクの全株式の友好的株式公開買付に向けたCACEIS、KASバンク間

の契約を発表し、締結する。

資産サービシングにおけるリーダーを創出するためにCACEISとサンタンデール・セ

キュリティーズ・サービシズが合併する。

2020年 スペインにおけるバンコ・サバデルおよびアムンディの戦略的提携ならびにアムン

ディによるサバデル・アセット・マネジメントの買収が発表される。

クレディ・アグリコル・イタリアがクレディト・ヴァルテッリネーゼの全株式を対象

とした任意の現金公開買付を開始する。

持続可能かつ包括的な成長のために1十億ユーロを拠出。クレディ・アグリコル・グ

ループが初のソーシャル・ボンドを発行する。

クレディ・アグリコル・アシュランスおよびユーロップ・アシスタンスが戦略的提携

契約を締結する。

2021年 アムンディがリクソーを買収する。

CAイタリアがクレヴァルを買収する。

スイッチ保証の完全解消。

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリングがオリンを買収する。

クレディ・アグリコル・アシュランスがラ・メディカルをゼネラリに売却する。

2022年 「2025年度意欲」中期計画が発表される。

2050年度にカーボン・ニュートラルを達成するための、5つの部門における目標およ

び行動計画（アライアンス・ネット・ゼロ2050）が発表される。

長期の自動車リースにおける欧州のリーダーを輩出するための、クレディ・アグリコ

ル・コンシューマー・ファイナンス、ステランティス間の契約を締結する。

クレディ・アグリコル・エス・エーがバンコBPMの9.9％の持分を取得する。

クレディ・デュ・マロックをモロッコのグループであるホルマルコムに売却する。

2023年 CACEISおよびBNPパリバが発行体向けサービスにおける新たな企業Upteviaを設立す

る。

クレディ・アグリコル・イモビリエがスデコを買収する。

CAコンシューマー・ファイナンスがステランティスと共に、長期の自動車リースにお

ける欧州のリーダーとなるリーシーズを設立し、FCAバンクおよびドリヴァリアを完

全買収した後、CAオート・バンクを設立する。

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリングがミシュランのワテア

の持分を取得する。

クレディ・アグリコル・グループがサステナビリティ＆インパクト部門を設立する。

CACEISがロイヤル・バンク・オブ・カナダの欧州における資産サービシング事業を買

収する。

フランスの加盟店向け電子決済サービスの主要プレーヤーを創設するため、クレ

ディ・アグリコル、ワールドライン間の契約を締結する。

インターネット・バンキング市場におけるBforBankの独自の価値提案。

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジおよびENGIEソリューション

ズが、公共建築物のエネルギー性能に関する世界市場へのアクセスを促進するために

提携する。

クレディ・アグリコルが2050年までのカーボン・ニュートラルの目標に貢献するた

め、ファイナンシング・ポートフォリオの脱炭素化への新たなコミットメントを公表

する。

クレディ・アグリコル・アシュランス、バンコBPM間で、イタリアにおける損害保

険、死亡および身体障害保険ならびに債務返済保険に関する販売契約を締結する。

 

上記のほか、「第1　本国における法制等の概要－1　会社制度等の概要－(1) 提出会社の属する国・州等

における会社制度」を参照。

 

３ 【事業の内容】

 

　発行者は、それぞれ株主資本の点においてフランスで最大の銀行グループであり、世界最大級であるクレ

ディ・アグリコル・グループを率いる銀行である。2024年12月31日現在、発行者の連結資産合計額は2,309.8
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十億ユーロ、株主資本（非支配株主持分を除く。）は74.7十億ユーロ、顧客預金は868十億ユーロ、運用資産

は2,240十億ユーロである。

　発行者は、フランス法により主に発行者、ケス・レジオナル・ドゥ・クレディ・アグリコル・ミューチュ

エル（Caisses Régionales de Crédit Agricole Mutuel）（以下「地域銀行」という。）およびケス・ロ

カール・ドゥ・クレディ・アグリコル（Caisses Locales de Crédit Agricole）（以下「地区金庫」とい

う。）から成り、その他の関連機関（主にクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメン

ト・バンク）を含むと定義される「クレディ・アグリコル・ネットワーク」の中央機関として活動する。発

行者は、地域銀行の商業およびマーケティング戦略を調整し、専門子会社を通じて、主に地域銀行およびLCL

により販売される金融商品の設計および管理を行う。また、発行者は、クレディ・アグリコル・ネットワー

クの中央機関としての義務の一部として、リファイナンス、監督および規制当局への報告に関してネット

ワークの「中央銀行」として活動し、また、すべてのネットワーク構成機関および関連機関の信用リスクお

よび財務リスクを管理および監視する。

発行者は、フランス通貨金融法典第L.511-31条に従い、クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関

として、クレディ・アグリコル・ネットワークの各構成機関、関連機関およびネットワーク全体の流動性お

よびソルベンシーを保証するために必要なあらゆる手段を講じなければならない。各ネットワーク構成機関

（発行者を含む。）および各関連機関は、かかる財務支援メカニズムの恩恵を受ける。また、地域銀行は、

発行者の清算または解散の後の発行者の資産が不十分である場合、連帯保証（以下「1988年保証」とい

う。）により、発行者が第三者に対して負うすべての債務を保証する。1988年保証に基づく地域銀行の潜在

的債務は、それらの株式資本、準備金および利益剰余金の総額と同額である。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの組織は、以下の4つの事業部門により構成される。

1. 保険、資産運用および資産管理を含む「資産収集」

2. フランス国内リテール・バンキングを営むLCLおよび国際リテール・バンキングを含む「リテール・バ

ンキング」

3. 個人金融およびモビリティ、リーシング、ファクタリングならびにエネルギーおよび地域金融を含む

「専門金融サービス」

4. 法人営業および投資銀行業務ならびに資産サービシングを含む「大口顧客」

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループには、地域銀行は含まれない（発行者が所有するコルシカ

地域銀行を除く。）。地域銀行はクレディ・アグリコル・グループに含まれる。

 

規制資本比率

　2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの段階的普通株式等Tier 1比率は

11.7％（完全実施ベースは11.6％）、段階的Tier 1比率合計は13.4％、段階的ソルベンシー（Tier 1および

Tier 2）比率全体は17.4％であった。

　同日付現在、クレディ・アグリコル・グループの段階的普通株式等Tier 1比率は17.2％（完全実施ベース

は17.1％）、段階的Tier 1比率合計は18.3％、ソルベンシー（Tier 1およびTier 2）比率全体は20.9％で

あった。

　「完全実施ベース」比率とは、将来の期間に段階的に導入される予定であり現在は適用されていない規制

要件を完全に考慮した比率をいう。「段階的」比率は、これらの要件が適用となった時点でこれらの要件を

考慮する。

 

当行の顧客重視のユニバーサル・バンキング・モデル－すべての顧客のためのグローバルな関係の銀行

 

　クレディ・アグリコル・グループの顧客重視のユニバーサル・バンキング・モデルは、リテール銀行と専

門事業部門の緊密な関連を基盤としている。フランス国内および海外におけるあらゆる種類の顧客に対する
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当行グループが開発したあらゆる金融商品および金融サービスの販売における広く認められたノウハウに基

づき、地域銀行、LCLおよび当行の国際リテール銀行が当該モデルの中核を成している。

　このモデルは、すべての顧客の信頼できるパートナーであることならびにその幅広いニーズ、すなわち資

金調達、決済手数料、保険、貯蓄管理、不動産、国際展開、エネルギー転換の支援およびテクノロジー・

サービスを網羅することに対するクレディ・アグリコル・グループおよびその専門子会社の責任を明確に示

している。

　これらのサービスおよびスキルはすべて、フランス国内（地域銀行、LCL、BforBank）ならびに海外（クレ

ディ・アグリコル・イタリアおよびCAバンク・ポルスカ等を含む。）における当行グループのリテール銀行

を基盤とする緊密な関係の下で提供されている。

　かかる分野において地区金庫および地域銀行の従業員および選任された代表が維持する関係により、顧客

および顧客の長期にわたる問題に関して信頼できる知識を提供することができる。顧客の期待およびニーズ

への理解ならびに当行グループの強固なネットワークにより、クレディ・アグリコル・エス・エーの専門事

業部門は常にサービス提供および競争力を向上させることができる。

　かかる顧客重視のユニバーサル・モデルは、過去3年間の前例のない出来事の間を含め、すべての利害関係

者にその強さ、回復力および有用性を示した。当行グループは、このように、困難な時期もすべての顧客を

支えつつ、回復の機会をつかむことができた。かかる経験は、2019年度に実施された当行グループのプロ

ジェクトの価値を明確に示すことにもなった。当該プロジェクトは、顧客、人々および社会に焦点を当て、

地域銀行に関する今後10年の計画および2022年6月に発表されたクレディ・アグリコル・エス・エーの戦略的

計画である「2025年度意欲」において正式に定められた。

 

地域銀行の業務および組織

　クレディ・アグリコル地域銀行は、フランスにおけるすべてのリテール・バンキング市場において主導的

な地位を有する共同事業体および総合的な銀行である。地域銀行はフランスの個人の銀行預金市場の24.9％

(1)
を、また、フランスの個人信用市場の25.2％

(2)
を占め、個人顧客は21.2百万人に達した。

　地域銀行は、18歳以上の個人の市場
(3)

、18歳未満の個人の市場
(4)

、農業市場（81％の市場シェア
(5)

）、

中小企業の市場（23％の浸透率
(6)

）およびアソシエーション市場（38％の浸透率
(7)

）においてトップクラス

であり、また、企業向け市場（38％
(8)

）において第2位である。

　顧客の金融および資産管理のニーズを網羅するための商品およびサービスのマーケティングは、5,550店舗

近くの支店ネットワーク、小規模小売店に設置された約5,000のルレCAおよび様々な遠隔バンキング・サービ

スに基づいている。

 

クレディ・アグリコル・グループにおけるクレディ・アグリコル・エス・エーの目標

中央機関：金融・銀行当局に対してクレディ・アグリコル・グループを代表

・当行グループに関連する法規制の適用

・地域銀行の役員および合併計画の承認

・規制当局（フランス銀行、AMF、ACPR等）との連携による銀行の監督

・会計監査（会計の承認）

・事業部門の子会社の親会社

 

クレディ・アグリコル・グループの中央銀行

・当行グループの財務上の結束を保証

・地域銀行間の財源および資金の使途の調整

・当行グループの資金管理
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ネットワークの責任者：当行グループの国内外の子会社を管理

・新商品の創造、販売促進、商業政策の調整

・クレディ・アグリコル・ブランドの管理

・IT企画

・子会社および国際的開発のモニタリング

 

(注1)　出典：内部データ（2024年9月）

(注2)　出典：フランス銀行（2024年）

(注3)　出典：ソフィア・カンタールTNS（2024年）

(注4)　出典：バロメートル・ジュンヌCSA（2024年）

(注5)　出典：アデクアシオン（2024年）

(注6)　出典：ペピートCSA（2023年－2024年）

(注7)　出典：内部データ（2024年）

(注8)　出典：カンタール（2023年）

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの事業部門（2024年12月31日現在）

 

資産収集

保険

目的：フランス有数の保険会社
(1)

として、クレディ・アグリコル・アシュランスは、顧客が個人、中小企

業、法人または農業従事者であるかを問わず、顧客のニーズが何であるかを極めて重視している。

目標：ソリューションおよびサービスの立案から請求処理に至るまで、有用で有能であること。

サービス：欧州最大の銀行ネットワークおよび当行グループ外の国際的な提携の効率性に支えられ、貯蓄／

退職年金、死亡および身体障害／債務返済／団体保険ならびに損害保険といった顧客のニーズに合わせた競

争力ある総合サービス。

　収益
(2)

43.6十億ユーロ

　貯蓄／年金運用資産 347十億ユーロ

　損害保険契約数 16.7百万件

 

資産運用

目的：アムンディは、運用資産の点で欧州有数の資産運用会社であり、世界でも上位10社に入る
(3)

。当行グ

ループは2,240十億ユーロの資産を運用し
(4)

、6ヶ所の主要な投資基盤（ボストン、ダブリン、ロンドン、ミ

ラノ、パリおよび東京）を有する。

サービス：アムンディは、欧州、アジア太平洋、中東および南北アメリカの顧客に対し、アクティブ運用お

よびパッシブ運用で、また、伝統的資産または不動産／代替資産の運用により、あらゆる種類の貯蓄および

投資ソリューションを提供する。同社は、エネルギー転換において主要な役割を果たすことに注力してい

る。かかるサービスには、貯蓄のバリュー・チェーン全体を網羅するサービスおよび技術ツールが含まれ

る。

　運用資産
(4)

2,240十億ユーロ

　欧州で第1位の資産運用会社
(3)

　拠点 35ヶ国
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資産管理

目的：インドスエズ・ウェルス・マネジメントは、欧州、アジア太平洋および中東におけるクレディ・アグ

リコル・グループの資産管理業務
(5)

を行っている。同社は、サービスの幅広さならびに人材面および確固た

る国際面での規模に定評があり、世界中の16の地域に拠点を有している。

サービス：インドスエズ・ウェルス・マネジメントは、個人顧客がそれぞれの構想に最も適した方法で資産

を保全し増やすことができるカスタマイズされたアプローチを提供している。同社の様々な専門分野にわた

るチームが、その卓越性、経験および専門知識を活用することにより、顧客に適切かつ持続可能なソリュー

ションを提供する。

運用資産
(5)

215十億ユーロ

フランスで第1位のプライベート・バンク・オブ・ザ・イヤー
(6)

拠点 16の地域

 

リテール・バンキング

LCL

目的：LCLは、フランスで唯一リテール・バンキングおよび保険を専門的に扱う、国内ネットワーク銀行であ

る。同行は、個人顧客、中小企業および小規模企業ならびにプライベート・バンキングおよび法人営業と

いったあらゆる市場を取り扱っており、都市部の顧客の間で強固な地位を築いている。

サービス：LCLは、銀行商品およびサービス、融資、保険、貯蓄および資産管理、支払サービスならびに

キャッシュ・フロー管理を提供している。発展の可能性の高い都市部に主に所在する支店およびインター

ネット・バンキング・サービス（モバイル・アプリおよびウェブサイト）により、同社は緊密な顧客関係を

構築している。

貸出金残高 171十億ユーロ（うち、住宅ローン105十億ユーロ）

預り顧客資産総額 255十億ユーロ

個人顧客 6.1百万人

 

国際リテール・バンキング

目的：クレディ・アグリコルの国際リテール銀行は、イタリア、ポーランド、ウクライナおよびエジプトに

所在している。これらの銀行は、個人、小規模企業、農業および食品加工業ならびに法人（中小企業から多

国籍企業まで）といったあらゆる種類の顧客に対して、当行グループの専門事業部門および活動と密接に連

携してサービスを提供する。

サービス：国際リテール銀行は、当行グループの他の事業部門（クレディ・アグリコル・CIB、クレディ・ア

グリコル・アシュランス、アムンディ、インドスエズWM、CACF、CAL&F等）と共同で、幅広い銀行サービスお

よび専門金融サービスならびに貯蓄および保険商品を提供する。

貸出金残高 69.5十億ユーロ

顧客資産 77.1十億ユーロ

顧客 5.2百万人

 

(注1)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス（2024年12月13日）（2023年度末現在の数値）。

(注2)　出典：非GAAPベースの収益。

(注3)　出典：2024年6月発表IPE「運用会社トップ500」および2023年12月31日現在の運用資産に基づく。

(注4)　2024年12月31日現在のアムンディのデータ。

(注5)　LCLプライベート・バンキング、地域銀行および国際リテール・バンキングのプライベート・バンキング業務を除

く。

(注6)　出典：シティワイヤー。
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専門金融サービス

個人金融およびモビリティ

目的：欧州の大手個人金融会社かつあらゆる種類のモビリティ・ソリューションの提供者であるクレディ・

アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、金融ソリューションならびにモビリティ

に関連するあらゆるリース、保険およびサービスに係るソリューションを顧客およびパートナーに提供して

いる。その目標は、住宅、消費およびモビリティにおけるエネルギー転換の課題に対応することであり、欧

州における電動モビリティのリーダーとなり、かつフランスにおけるエネルギー改革のリーダーとなること

を目指している。簡単、迅速、スムーズ、安全という顧客の期待に応える信用体験を顧客と共に構築するた

め、デジタル化および革新を戦略上優先している。

サービス：オンライン上、CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ子会社の支店において、また

取引先銀行、営業パートナー、販売店および自動車メーカーにおいて、金融、様々な期間のリース、保険お

よびサービスに係る完全かつ幅広いマルチチャネルのソリューションを提供する。

貸出金残高 119.3十億ユーロ

うち、クレディ・アグリコル・グループの勘定は23.7十億ユーロ

拠点 22ヶ国

 

リーシング、ファクタリングならびにエネルギーおよび地域金融

目的：クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング（CAL&F）は、資金管理ソリューショ

ン、融資ならびに商品および機器の提供により、あらゆる規模の専門職、農業従事者、公的機関および企業

をサポートしている。

サービス：

・リース：専門的な投資の全部または一部を対象とし、購入オプションありまたはなしのリースのファイナ

ンス／リファイナンス。

・ファクタリング：顧客債権の譲渡に基づき、企業のライフサイクルに合わせた短期の柔軟な融資。

・プロジェクト・ファイナンス：再生可能エネルギー、エネルギー性能および持続可能なインフラに係るク

レディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジとの提携プロジェクトへの融資。

・モビリティ：専用サービス付きの低炭素車両に係る融資。

・セカンドライフ：業務用機器やITハードウェアを管理するためのリースに係るソリューションおよび循環

経済的アプローチを取り入れたより責任ある社会的・包摂的なサービス。

ファクタリング収益 127十億ユーロ

残高 34.0十億ユーロ（うち、海外は30％）

顧客 260,400人（うち、海外顧客は85,600人）

 

大口顧客

法人営業および投資銀行業務

目的：クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクは、クレディ・アグリコ

ル・グループの法人および投資銀行であり、欧州、南北アメリカ、アジア太平洋および中東の主要国におけ

る強力なネットワークを通じた企業へのサービス提供および金融活動で知られるフランチャイズを有してい

る。

サービス：投資銀行業務、ストラクチャード・ファイナンス、国際貿易金融および銀行取引、キャピタル・

マーケッツ事業ならびにシンジケーションにおける商品およびサービス、ならびに世界的な「グリーン」

ファイナンスの専門知識。

ユーロ建てのグリーン・ボンド、ソーシャル・ボンドおよびサステナブル・ボンドのブックランナー22.8

十億ユーロ（世界の上位2社（ブルームバーグによる。））

ユーロ建ての全債券部門で世界第4位（出典：リフィニティブ）
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対象とする市場は35超

 

資産サービシング

目的：国際的資産サービシングのスペシャリスト・グループであるCACEISは、資産運用会社、保険会社、機

関投資家、年金基金、未上場ファンド、銀行、ブローカーおよび法人顧客のために、指示の実行から資産保

管までをサポートする。

サービス：CACEISは、欧州、北アメリカ、南アメリカおよびアジアにわたる拠点ネットワークを通じて、あ

らゆる資産クラスの投資商品の全ライフサイクルにわたる資産サービシング・ソリューション、すなわち取

引実行、清算、外国為替、有価証券貸借、保管業務、預託銀行業務、資金管理、経営管理委託、資金分配お

よび発行体へのサービスを提供する。

保管資産 5,291十億ユーロ

管理資産 3,397十億ユーロ

預かり資産 2,438十億ユーロ

 

専門事業および子会社

クレディ・アグリコル・イモビリエ

・従業員 1,840人

・管理する商業施設および住宅 17.4百万平方メートル

・売却した第三次生産施設 15,400平方メートル

・スクワール・アビタおよびクレディ・アグリコル・イモビリエの管理戸数 120,000戸超
(1)

 

プライベート・エクイティ（IDIAおよびCACIF）

・IDIAキャピタル・アンヴェスティスモン：運用資産 2.9十億ユーロ

・株式関連の支援を受けている会社 120社

 

クレディ・アグリコル・ペイメント・サービシズ

・フランスのカード会員決済サービスの大手であり、市場シェアは27.3％
(2)

、銀行カード（決済および引出

し）数は22.2百万枚
(3)

・商用電子決済システム
(4)

：英国を除く欧州におけるカード決済獲得数で第7位

・2024年度に処理した決済取引 15.3十億件

 

クレディ・アグリコル・グループ・インフラストラクチャー・プラットフォーム

・フランス国内の拠点 10ヶ所

・1秒当たり最大490,000件のセキュリティ・インシデントを管理

・193,000台のワークステーションを管理

・レベル2サステナブル認証ラベルを2024年7月に取得

 

BforBank

・顧客 325,000人（2023年9月の再始動後の新規顧客145,000人を含む。）

 

ユニ－メディア

・ユニ－メディアの全額出資子会社であるウィー・ドゥマンの下で、1.2百万人超の印刷版購読者および2百

万人超のデジタル版購読者を擁する13種類の出版物（そのほとんどが各部門トップクラス）
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・1ヶ月の閲覧 18百万件
(5)

、1ヶ月の読者 4.4百万人
(6)

、ソーシャル・メディアのフォロワー数 3.4百万人

(7)

 

CAトランジシオン・エ・エネルジ

・融資：2030年度までに再生可能エネルギーのプロジェクトに総額19十億ユーロを融資予定

・生産：2028年度までに2GWの設備容量

・電力供給：2026年度までに500GWh（すなわち、196,000人の住民の年間消費量）

 

CAサンテ・エ・テリトワール

・ヘルスケア：3件の主要な買収、すなわち、メディカリブ（医療補助ケアにアクセスするサービス：2023年

9月）、オメディス（アシスト型電話相談：2023年12月）およびオフィス・サンテ（ケアホームおよびヘル

スセンター：2024年7月）。

・エイジング：セット・ファミーユ（高齢者向け共有住宅）に対する被支配持分の取得（2023年9月）。

・ケアおよびサービスの生産。

 

(注1)　2024年12月31日現在－賃貸および不動産管理の戸数の合算－クレディ・アグリコル・サービシズ・イモビリエが

保有するスクワール・アビタのポートフォリオにおけるクレディ・アグリコル・イモビリエの内部データ。

(注2)　出典：ECBおよびフランス銀行（2024年）。

(注3)　出典：CAPFMの範囲を除く2024年12月31日現在の数値。

(注4)　出典：ニルソン・レポート（2024年）。

(注5)　出典：ピアノ・アナリティクス（2024年）。

(注6)　出典：ワン・ネクストH2（2023年）。

(注7)　出典：フェイスブック、インスタグラム、ティックトックおよびピンタレストの統合データ。

 

資産収集

 

保険

事業および組織

クレディ・アグリコル・アシュランス（CAA）は、保険料収入額においてフランス有数の保険会社
(1)

であ

り、また欧州有数の銀行保険会社
(2)

である。

クレディ・アグリコル・アシュランスの地位は、それぞれの国内市場およびそれぞれの現地パートナーの

具体的な要求に合わせた、総合的で競争力ある商品ならびにクレディ・アグリコル・グループの販売ネット

ワークの力によって支えられている。

 

貯蓄／退職年金保険

クレディ・アグリコル・アシュランスは、保険料の収入および残高の面でフランスにおける個人向け保険

市場のリーダー
(3)

としての地位を確立している。

顧客に対し、貯蓄、資本の移転、資金調達プロジェクトまたは退職準備に係る幅広い保険を提供してい

る。

フランスにおいては、クレディ・アグリコル・アシュランスは、主に地域銀行およびLCLの顧客、すなわち

個人顧客、富裕顧客、農業従事者、中小企業および小規模企業ならびに法人顧客に対して商品を提供してい

る。

国外においては、クレディ・アグリコル・アシュランスは、イタリア、ルクセンブルクおよびポーランド

におけるクレディ・アグリコル・グループの事業体を通じて活動しており、これらの拠点において、同社

は、銀行保険に関するノウハウの輸出および適合を続けている。また、イタリア、ポルトガル、スペイン、
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日本およびルクセンブルクにおける外部パートナーとの販売契約を通じた展開を続けている。さらに、独立

資産運用アドバイザーおよびBforBankと提携するオンライン銀行など、その他の種類のネットワークを通じ

た拡大も進めている。

 

死亡および身体障害／債務返済／団体保険

クレディ・アグリコル・アシュランスは、個人向けの死亡保険および身体障害保険におけるフランスの大

手保険会社であり
(4)

、当年度には債務返済保険の提供者として首位となった
(5)

。

団体保険または死亡および身体障害／債務返済保険のサービスは、以下のような顧客の要望に応えてい

る。

・重大な人身事故によって生じる財務的影響から自身および家族を保護する。

・消費者金融または住宅ローンに関連付けた保証を行うことで、短期の就業不能、長期の身体障害、失業

時にローンを返済する。

・法人顧客向けに、従業員のための補足的な団体医療ならびに死亡および身体障害保険契約を提供する。

死亡および身体障害／医療保険サービスは、フランス国内外におけるクレディ・アグリコルの銀行ネット

ワークを通じて提供される。団体保険では、企業向けに社会保障を提供する大手の会社となるためにクレ

ディ・アグリコル・アシュランスおよびアムンディが協力している。債務返済保険に関する専門知識を用い

て、クレディ・アグリコル・アシュランスは7ヶ国における約50のパートナー、リテール銀行および専門金融

会社を通じてサービスを提供している。

 

損害保険

クレディ・アグリコル・アシュランスは、自動車保険、住宅保険および医療保険においてフランス有数の

銀行保険会社であり
(6)

、また損害責任保険において第6位の保険会社である
(7)

。

個人顧客、中小企業および法人に対して、個人資産（自動車、住宅等）の保護、農機具および事業資産の

保護、家庭用携帯電子機器の保護、法的保護、補足的な医療保険、傷害保険、農業市場向け専門保険、専門

職賠償責任保険、カード盗難保護（紛失または盗難時における不正使用）といった、あらゆる損害保険契約

を提供する。フランスにおいては、地域銀行およびLCLの顧客に対して商品を販売している。イタリアおよび

ポーランドでは、CAアシキュラツィオーニおよびCATUがそれぞれグループ会社であるCAイタリアおよびCAバ

ンク・ポルスカを通じて、またイタリアのバンコBPMのような当行グループに属さないパートナーを通じて商

品を販売している。ポルトガルでは、ムドゥム・セグロスが当行グループ外の提携を通じ、ノヴォバンコの

銀行ネットワークによる恩恵を享受している。

 

2024年度の重要な出来事

・クレディ・アグリコル・アシュランスは、引き続き信頼できるサービスを展開：パシフィカは、保険金請

求時に修理や改修を優先する新しい住宅保険専用ソリューションを発売し、スピリカは、地球温暖化対策

に特化したユーロ基金を提案した最初の保険会社である。

・2024年度第1四半期にフランスで始まったユーロ決済のボーナス・キャンペーンと国際的な商品の全体的な

見直しが功を奏し、貯蓄／退職年金保険のインフローが増加。当年度第2四半期以降、ユーロのインフロー

がプラス圏に回復。

・クレディ・アグリコル・アシュランスは、大規模な団体退職年金保険契約、電力・ガス産業における団体

医療契約およびフランス農業・食料主権省からの団体保険契約など、いくつかの団体保険入札を獲得。

・クレディ・アグリコル・アシュランスは、750百万ユーロのTier 2劣後債の発行に成功し、またTier 1劣後

債を788.5百万ユーロで一部買い戻し、現在はグランドファーザー条項による恩恵を享受している。
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・クレディ・アグリコル・アシュランスは、責任を持って、新興企業とともに個人保険の分野で健康リスク

の予防と検出に特化した革新的挑戦を開始。また、介護士を対象とする措置を推進し、当事者間の協力を

促している。

・クレディ・アグリコル・アシュランスは、ル・フィガロ紙の第1回死亡・障害保険会社ランキングの銀行保

険会社部門でトップに輝いた。

・クレディ・アグリコル・アシュランスは、2030年度までの新たな目標として、2029年度末までに直接保有

する上場株式・債券・不動産投資ポートフォリオのカーボン・フットプリントを2019年度比で50％削減す

ることとしている。

・クレディ・アグリコル・アシュランスの損害保険子会社であるパシフィカは、フランスにおける自動車保

険金請求の取扱いに係る二酸化炭素排出量を測定するための措置を講じている。

 

(注1)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス、2024年12月13日（2023年度末現在の数値）。

(注2)　内部資料（2023年度末現在の数値）。

(注3)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス、2024年4月5日（2023年度末現在の数値）。

(注4)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス、2024年4月26日（2023年度末現在の数値）。

(注5)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス、2024年9月6日（2023年度末現在の数値）。

(注6)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス、2024年5月31日（2023年度末現在の数値）。

(注7)　出典：ラルギュ・ドゥ・ラシュランス、2024年12月13日（2023年度末現在の数値）。

 

資産運用

事業および組織

顧客にとって信頼できるパートナー

アムンディは、個人顧客、機関投資家および企業に対して、サービスおよび技術に加えて豊かで多様な貯

蓄および投資のソリューションを提供している。

アムンディは、主要な国際金融市場に進出し、すべての投資領域を通じてそのノウハウを示しており、そ

の事業には、アクティブ運用（債券、株式またはマルチ・アセット）、パッシブ運用（ETF、インデックス運

用およびスマート・ベータ）および現物資産（土地、プライベート・エクイティ、民間債、インフラ）また

は流動代替資産、ならびにサービスおよびコンサルティングがある。

アムンディのノウハウは、金融および非金融の研究における独自の専門知識によってさらに強化されてお

り、エネルギー転換において重要な役割を果たすという目標を見失うことなく、顧客の投資決定を支援する

ことができる。

アムンディは、小口顧客のために、当行グループ内外のリテール銀行との密接な連携に加えて、第三者の

販売業者を通じても貯蓄商品を販売している。アムンディは、欧州、アジア太平洋および北米において、個

人に応じた貯蓄ソリューション、革新的なサービスおよび付加価値の高い投資助言を提供する。これらの

サービスは、個人顧客それぞれのニーズおよびリスク特性に対応するものである。資金流通市場が大きく変

化している中で、アムンディは、幅広いサービスおよび技術ツールにより、第三者の販売業者との関係を強

化する確固たる利点、特にそれらのオープン・アーキテクチャーを管理する定評ある能力を有している。

アムンディは、機関および企業の顧客基盤のために、幅広い専門知識、国際拠点および研究を基盤とする

投資文化に裏打ちされた、投資商品およびソリューションの包括的なアプローチを提供する。

アムンディは、2015年11月の上場以来、欧州の上場資産運用会社の中で有数の時価総額を維持し続けてい

る（2024年12月31日現在13.2十億ユーロ）。2024年度の株式市場の好況を受け、アムンディの2024年度の最

終株価は、前年度比4.2％増の64.20ユーロであった。
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戦略的達成

2024年度はアムンディにとって、業績面でも活動面でも記録的な年となった。これは、「2025年度意欲」

計画で開始された多角化の加速を意味するものであり、同計画の目標のいくつかは予定より1年早くすでに達

成されている。

アムンディは、その独自の事業モデル、業界アプローチ、顧客本位の組織、高い業務効率、地域密着とグ

ローバルな管理・販売能力の組み合わせにより、収益性の高い成長を今後も持続できる態勢が整っている。

 

2024年度の重要な出来事

・ETF：ETFの運用資産は、当年度中の記録的なインフロー（27.8十億ユーロ増）に牽引され、2024年12月末

現在268十億ユーロに達した。

－多くの商業的成功：S&P500 ETF、アムンディMSCI米国メガキャップおよびEXメガキャップ、アムン

ディ・プライム・オール・カントリー・ワールドUCITの発売。

－革新：フランスの投資家が責任を持って行う割当の選択を引き続きサポートすることを目的とするSRIラ

ベルのアクティブETFシリーズの発売。

・第三者販売：運用資産総額は、「2025年度意欲」計画の目標を上回る401十億ユーロに達した。インフロー

は、史上最高の32十億ユーロ増と好調であった。すべての地域および専門知識が寄与：すべての資産クラ

スにおけるアクティブ運用およびパッシブ運用。プライベート・バンクおよびデジタル・プラットフォー

ムに大きな商機：2024年度にはこれらの分野で12件の新規の提携が実現し、欧州およびアジアにおける提

携の件数が45件となった。

・アジアでの発展：2024年度末現在の運用資産総額は469十億ユーロに達した。インフローは28十億ユーロ増

加し、アムンディが事業を展開している9ヶ国でプラスとなり、ジョイント・ベンチャーのみならずジョイ

ント・ベンチャーを除く直接販売（香港、日本、マレーシア、シンガポール、台湾、タイ）からも生じ、

運用資産は1年で17％増加した。インドのジョイント・ベンチャーであるSBI MFは、運用資産が1年で23％

増の292十億ユーロとなり、その成功が確認された。

・技術およびサービス：

－技術：貯蓄商品の販売業者を対象とする技術ソリューションの開発を加速し、かつ業界で認知されてい

るモジュラーを提供するALTOウェルスのプラットフォームを補完することを目的とするアイシゴを買

収。アムンディ・テクノロジーの2024年度末の顧客企業数は82社となった。

－サービス：ファンド販売プラットフォームであるファンド・チャネルは、2024年度末現在の資産が521十

億ユーロを超え、コンサルティングおよびリサーチの会社であるプラットフォーラムにより、3年連続で

「最高の販売プラットフォーム」に選ばれた。

・現物資産：2024年4月初めにアルファ・アソシエイツの買収が完了したことにより、当行グループのマルチ

マネジメントの全サービスを統合した事業部門としてアムンディ・アルファ・アソシエイツが創設され、

そのサービスが販売チームに展開された。また、貯蓄者による欧州の民間市場における投資機会へのアク

セスを可能にすると同時に移行をサポートする自動更新型のソリューションであるアムンディ・プリマを

はじめとする新たな戦略を立ち上げた。

・米国の専門知識：ヴィクトリー・キャピタルとの戦略的提携により、アムンディは、米国およびグローバ

ルな運用専門知識をより多く有することで、顧客にサービスを提供するために自社の高性能な米国投資プ

ラットフォームを拡充できるようになる。移行は2025年度第1四半期末頃に完了する予定である。

・責任ある投資：

－アムンディは、環境・社会問題に関する議決権行使方針で世界10大資産運用会社の中で1位を獲得
(1)

。

－「2025年度意欲」計画は目標を上回り、2021年度以降、新たに1,478社が気候変動対策に取り組むことと

なった。

・顧客満足度：
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－アムンディは、フランスの個人投資家による利用率が年齢を問わず最も高く、市場に関する知識の豊富

さでも第1位（CSAアムンディの2024年度のバロメーターによるイメージおよび認知度）である。

－フランスのパートナー・ネットワークの銀行アドバイザー6,000人および欧州のパートナー・ネットワー

クの銀行アドバイザー2,600人を対象に実施したIRC（顧客プロモーター指数）調査では、平均レートが

67と極めて好調な水準が示されている。

－機関の顧客については、KPI（カンタール、2024年）が35に達し、2023年度の37と比べてほぼ安定してい

る。顧客の73％がアムンディでの経験を非常に良い、または優れていると評価した。

 

(注1)　英国の団体であるシェアアクションの「議決権の重要性に係る2023年度報告書」による。

 

資産管理

事業および組織

クレディ・アグリコル・グループの資産管理事業部門は、インドスエズ・ウェルス・マネジメントの国際

ブランドの下で事業を運営している。

インドスエズ・ウェルス・マネジメントは、欧州、アジアおよび中東における16ヶ所の拠点で約4,500人の

従業員を擁する。

150年を超える間、世界の家族や企業を支えてきた経験を元に、インドスエズ・ウェルス・マネジメント

は、顧客がそれぞれの構想に最も適した方法で資産を保全し増やすことができるようにカスタマイズされた

アプローチを提供する。同社のチームは、グローバルな視野を持ち、個人向けおよび専門家向けの両方の資

産管理について、その事業において最大級に広範な専門的助言および最高級のサービスを提供する。

顧客の期待に応じ、インドスエズ・ウェルス・マネジメントは、当行グループの他の事業体と連携し、よ

り持続可能な発展およびより責任ある経済を目指し、価値提案を拡大してきた。

フランスでは、インドスエズ・ウェルス・マネジメント・フランスと地域銀行の提携は、両者のアプロー

チの相補性に基づいており、クレディ・アグリコル・グループの富裕層顧客の絶え間なく変化する期待に応

えるための重要な資産となっている。

2024年度には、インドスエズがベルギーのデグルーフ・ピーターカム銀行の株式資本の過半数を取得し

た。

デグルーフ・ピーターカムは、下記の補完的な専門知識により、インドスエズの価値提案とその幅広い

サービスおよび国際ネットワークをさらに強化する。

・ESGシリーズを含む広範なファンドを扱う市場の投資ソリューションに関する定評ある専門知識

・企業融資・グローバル市場部門の活動

・現在の価値提案を強化するファンド・サービシング機能

　インドスエズとデグルーフ・ピーターカムの補完的な専門知識が融合したことにより、欧州における資産

管理のリーダー企業が誕生し、主要な個人顧客、家族、起業家およびプロの投資家のニーズに応じるため、

助言および融資、投資ソリューション、ファンド・サービシングおよび技術ならびに銀行ソリューションの

各分野を包含する一連のサービスおよび商品を提供している。

 

2024年度の重要な出来事

・ベルギーのプライベート・バンクであるデグルーフ・ピーターカムの買収が2024年6月3日に完了し、当行

の資本保有割合は76.56％（議決権保有割合は79.28％）となった。この取引により、インドスエズは規模

が変化し、2024年度の運用資産額は215十億ユーロに達し、資産管理におけるリーダーとなっている。

・上記買収の完了以降の流動的な連携により、予め設定された日程に沿って統合が実現し、その連携が極め

て好調な商業および事業のダイナミクスに反映されている。

・新規ファンドの立上げと、マンデートおよびファンドのSFDR規則第8条ファンドへの切替えにより、すべて

の資産クラスにおける責任あるサービスを強化。当行のポートフォリオから石炭を排除。デグルーフ・
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ピーターカムのサービスにより販売チームの取扱商品の範囲が拡充され、SFDR規則第8条・第9条ファンド

がファンド全体の90％を占める。

・デグルーフ・ピーターカムの事業活動（コーポレート・ファイナンス、資産サービシング、芸術への投資

に関する助言、経営面におけるESGの専門知識等）がもたらす一連の包括的で充実した商品およびサービス

は、市場における最高の水準に達するものであり、それらが当行のすべての顧客（大口顧客（UHNW
(1)

）、

次世代、ファミリー・オフィス、プロの投資家等）に提供され、そのあらゆるニーズを満たしている。

・インドスエズおよびクレディ・アグリコル・グループの顧客にすべてのサービスを提供するためのグロー

バルなアプローチによる上級カバレッジ

・国際的な認証等：

－ルクセンブルク：ルクセンブルクで最高のプライベート・バンク（グローバル・ファイナンスによる）

－イタリア：シティワイヤー・プライベート・バンク上位30行にランクイン

－フランス：シティワイヤー・プライベート・バンキング賞の「プライベート・バンク・オブ・ザ・イ

ヤー」

－イタリア：「トップ資産管理国際銀行」賞

－モナコ：IPEMウェルス賞（プライベート・エクイティの分野で優秀な事業体を称える賞）において、CFM

モナコがベスト・プライベート・バンク2024に選ばれた。

－スイス：インドスエズがウェルス・ブリーフィングMENA賞の「ベスト・プライベート・エクイティ・オ

ファリング」を受賞

－ウェルス・ブリーフィング・スイスによる2025年度の表彰において、インドスエズおよびアズコールが

資産管理のリーダー的存在として認定

－アズコールが技術アウトソーシングの最高のソリューションに対する賞を受賞

－債券の分野における「最高の地域資産管理会社」賞を受賞

 

(注1)　超富裕層

 

リテール・バンキング

 

LCL

LCLは、リテール・バンキングおよび保険を専門に取り扱う、唯一の国内ネットワーク銀行である。

LCLは、顧客関係の卓越性により専門知識を培い発展する都市の大手銀行および保険会社となり、一体と

なって発展していくことでLCLの魅力および持続可能な収益性を強化していく意欲を有している。

 

事業および組織

総合銀行として、LCLは、その専門知識およびクレディ・アグリコル・グループの豊富なノウハウを用い

て、あらゆる種類の顧客（個人、小規模企業、プライベート・バンキングおよび資産管理、法人・機関顧

客）のニーズに応えている。

LCLの意欲は、対面とリモート・アクセスを組み合わせ、パーソナライズされた関係の経験を顧客に提供す

ることである。したがって、6百万人の個人顧客には、自分の好むチャネルを通じ、希望する方法、場所、時

間および経路で同行を利用する選択肢がある。

都市圏における戦略的な立地を活かして、LCLは、当該領域を包括的にカバーできるようにアプローチおよ

びサービスを適合させている。

LCLは現在、1,400店舗近い支店ネットワークを有し、「LCLモン・コンタクト」を通じて提供するリモート

顧客サービス・センターならびに「LCLメ・コントゥ」アプリおよびウェブサイト等のデジタル・ソリュー

ションによってそのネットワークを補完しており、これらにより顧客は完全に自由に銀行サービスを利用す

ることができる。店舗においてであるか、オンライン上であるかを問わず、LCLは顧客のニーズを完全に理解
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することに取り組んでいる。口座開設またはモーゲージ・ローン、商業ローンもしくは保険の申請等の一定

の手続の見直しおよびデジタル化により、同社は主要商品の申込みの簡便化を図っている。

LCLバンク・プリヴェは、プライベート・バンキングの分野の220,000人の顧客に対して、97ヶ所の地域の

専門センターを通じて、融資、日常銀行業務および資産管理に関して、各顧客に合わせた総合的な不動産お

よび金融の助言を提供している。

LCLは、専門子会社であるアングル・ヌフを通じて、不動産による顧客の資産拡大を支援している。

405,000社の中小企業および小規模企業－熟練職人、小売業者、専門家およびその他の小規模企業が1,220

人の専門アドバイザーのサポートおよびプロの顧客専用の99ヶ所の「エスパス・プロ」による恩恵を受けて

いる。アドバイザーは、唯一の窓口として、顧客が日常業務をこなし、事業および個人的な課題を解決する

手助けをする。LCLは、専門家に対する融資の大手であり、子会社アンテルフィモを通じて年間2.9十億ユー

ロの融資を行っている。

LCLバンク・デ・ザントルプリーズは、地理的には61拠点からなる全国ネットワークを活用して、31,000人

の顧客にあらゆる専門知識（中小企業の公開買付および買収のための企業金融、市場活動、国際的売買およ

び支払、従業員貯蓄制度）を提供している。LCLは中規模企業セグメントの主導者であり、すべての中規模企

業の半数近くが現在LCLと取引している。また、LCLバンク・デ・ザントルプリーズは、パリおよびフランス

全体の資産管理チームを拡大することで、会社役員の資産管理計画を支援するための包括的アプローチおよ

び目標を再確認する。

当該ネットワークを支援するために、ミドルオフィス、電子決済ならびにフロー管理およびサポート機能

がすべての顧客に提供され、優れた業務提供に大きく寄与している。

 

2024年度の重要な出来事

顧客満足はLCLにとって絶対的な優先事項であり、2024年度に下記のとおり複数の賞を受賞した。

・投票によるカスタマー・サービス・オブ・ザ・イヤー2025

－5点満点で4.77点の評価を得て、LCLは3年連続でヴァサノによる「グーグルで最高評価のブランド」に選

ばれた。

・LCLは、以下を含む複数のデジタル・イニシアティブを追求している。

－LCLメ・コントゥ・アプリの機能の継続的な強化：口座残高のアラート設定、セルフケア・オプションの

ためのカードのキャンセルおよび一時的ロック、貯蓄商品への申込み、PIN番号の検索、料金の見積も

り、保険契約の申込みおよび締結等。

－個人顧客向けの70超の機能（うち20％は新機能）を備えた新しい取引用ウェブサイトの開設および中小

企業顧客向け取引サイトの全面的な見直し。

－小規模企業向けのオンラインで事前承認を行う個別化された信用サービスの立上げ。これは、簡単なプ

ロジェクトの資金調達または緊急事態への対応のために、完全デジタルかつ自律的な顧客体験を提供す

るものである。

－即時口座開設：アプリと取引ウェブサイト上でデジタル決済カード付口座を10分で開設できる。

－企業向けには、サービスの継続的なデジタル化（アジールオート、サイバー保険、名刺等）。

・LCLは、下記のとおり積極的かつ意欲的なCSR方針を遂行している。

－雇用および研修を通じた若者の職業的統合のためのイニシアティブの増加：就業体験をする学生のため

のワークスタディー・プログラムおよびインターンシップ。

－脆弱な顧客への支援を提供する、社会的包摂およびデジタル包摂のための様々なサービスの展開。

－「グリーン」なサービスの開発：すべての顧客市場向けのローンおよび投資：「LCLアンパクト・クリ

マ」（LCLクライメート・インパクト）および「LCLアンパクト・ソシエタル・エ・ソリデール」（LCLソ

サイエタル・アンド・ソリダリティ・インパクト）、プライベート・バンキングおよびリテール・バン

キング向けのグリーン・ストラクチャード・ファンド。
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－「エコレノベLCL」ウェブサイトの展開による個人顧客の自主的なエコ・リノベーション・プロジェクト

に対するアドバイザリー業務（シミュレーター、助言等）の開発

－スマート・ビジネス・コーポレーツおよびスマートビジネス・プロのプログラムの下で開発された新し

いパートナーシップ（エクワトゥール、テルネオ、エリオクリム、アクサンタ、ブルノミー、エイミン

グ・ペーパーネスト等）を通じた、顧客のエネルギー転換への継続的支援。

－気候変動への取組みに最も意欲的な企業を表彰する第4回「企業コミットメント・グランプリ」の開催。

－模範的なネット・ゼロの軌道：2030年度までに業務上の温室効果ガス排出量を少なくとも50％削減する

ためのカーボン・フットプリント削減計画およびカーボン・フットプリント削減の従業員利益分配契約

への統合。

 

国際リテール・バンキング

事業および組織

2024年12月31日現在、国際リテール銀行は、イタリア、ポーランド、ウクライナおよびエジプトに所在し

ている。

クレディ・アグリコル・エス・エーにおいて、国際リテール・バンキング（IRB）部門は、海外における顧

客重視のユニバーサル・バンキング・モデル内の子会社を戦略的に監督する責任を負っている。同部門は以

下の3つの主要な職務を担っている。

・当行グループの業務に関して、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わって株主および統括者の役割を

果たすこと

・子会社と協力して戦略を策定し、中期計画（MTP）に定められたガイドラインを確実に実施し、業績を監視

すること

・以下の方法により子会社の発展を支援すること

－主要なプロジェクトの支援

－当行グループの専門知識の提供および国際銀行またはその他のリテール銀行で育てられた最良の慣行の

共有

－当行グループの事業部門、LCLおよび地域銀行だけでなく、様々な国際銀行とのシナジーの強化

 

クレディ・アグリコル・イタリア

クレディ・アグリコル・イタリアの強みは、地域に根ざしていることと顧客との近接性にある。同行はイ

タリア国内20地域のうち13の地域で活動しており、イタリアはクレディ・アグリコル・エス・エーの2番目に

大きな国内市場である。イタリアには当行グループのその他の事業部門（消費者金融、法人営業および投資

銀行業務、資産運用、保険、ファンド管理および保管業務ならびにプライベート・バンキング業務）が所在

している。

同社のサービスは、個人、プライベート・バンキング、ファイナンシャル・アドバイザーおよび法人営業

といった専門ネットワークを通じて、個人およびその家族、企業ならびに機関の顧客向けに設計されてい

る。クレディ・アグリコル・イタリアは、当行グループの事業部門との間で生まれる相乗効果により、より

広範で統合されたサービスを提供できる。

2024年度は、当行の社会的コミットメントに沿って、よりデジタルな商品およびサービスを提供すること

を目指し、当行グループの事業部門の支援を受けて新たな商品およびサービスを開発した年であった。CAイ

タリアは2年連続で顧客満足度第1位に選ばれ、当年度中に約190,000人の新規顧客を獲得した。

CAイタリアは約1,200の支店および12,500人超の従業員を擁し、2.8百万人超の顧客にサービスを提供して

おり、貸借対照表の総額は100十億ユーロ超に上る。貸付残高はイタリアの銀行で第7位である。
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2024年度の重要な出来事

・顧客満足度：2024年度には、顧客推奨度指数（CRI）において、当行が再びユニバーサル・バンクの中で第

1位となり、前年度の良好な流れが続いていることが確認された。また、2024年度には、新規顧客の獲得も

好調であった。

・デジタル・サービスの強化：9月下旬に完全デジタル形式の住宅ローンの提供を開始し、住宅ローンの手続

のデジタル化を大幅に加速した。デジタル・チャネルの獲得数も引き続き増加し、新規のデジタル顧客数

は72,000人に上り、2024年度の新規顧客数の38％を占めた。同時に、顧客基盤の大幅なデジタル化が引き

続き進み（デジタル顧客数は85％増）、CAIアプリの評価も引き続き向上し、現在ではイタリアの銀行市場

で最高のオールインワン・ソリューションの1つとなっている。

・ESGサービスの強化：実行した住宅ローンは前年度比7.5％増の4.1十億ユーロ。特に、グリーン・モーゲー

ジのシェアは、当行グループのESG戦略に従い、最良のエネルギークラス（A、B）に焦点を当てた販促キャ

ンペーンの成果により、2023年度の16％から27％へと11パーセント・ポイント増加した。

・イタリアの産業分野への支援：当行グループの戦略およびネット・ゼロ目標に従い、ESGポジションの改善

を目指す企業の支援を目的として、それらの企業の取引を支えるための貸付額が約1.3十億ユーロに達し

た。

・従業員へのコミットメント：当行グループの労働組合との間で、2024年度の賞与、健康保険契約の更新お

よび従業員を対象とする銀行優遇条件等に関する主要な協約を締結した。

・「ル・ヴィラージュ・バイ・CA」エコシステムの拡大：ミラノ、パルマおよびパドゥアですでに運営して

いるヴィラージュに加え、ソンドリオおよびカタニアに2つの新しいヴィラージュを開設した。ナポリに新

しい拠点を開設することも発表されている。イタリア国内の4つのル・ヴィラージュは、195社を超えるス

タートアップ企業の育成に貢献している。

・地域委員会ネットワークの拡大：地域経済を支援し、地域と地方自治体の利益のために成長と発展を促進

することを目的として、複数の地域と当行との間に窓口を開設。現在はカンパーニア州で運営されている

同委員会は、イタリア国内の他の地域ですでに活動している6つの委員会と連携している。

・芸術的遺産の促進：芸術遺産を誰もが利用できるようにし、その価値を後世に伝えることを目的とする当

行の取組みにより、4,000点を超える作品が確認され、デジタル・ギャラリーが開設され、パルマの本部の

敷地内に彫刻の野外展示場が創設され、ミラノのガレリア・デッレ・ステッリーネにおいて20世紀に特化

した常設展が開始された。

・「セーブ・ザ・チルドレン」との提携の更新：CAのイタリア国内のすべての企業が携わる「デジタル接

続」プロジェクトを通じ、社会的コミットメントを継続。デジタル教育の貧困を削減することを目的とし

て、このプロジェクトは、99の学校、1,000人超の教師および12歳から14歳までの5,800人超の生徒を支援

してきた。

 

クレディ・アグリコル・バンク・ポルスカ

クレディ・アグリコル・バンク・ポルスカ（CABP）は、約3,700人の従業員、235の支店（フランチャイズ

を除く。）、1.5百万を超える個人、中小企業および小規模企業、農業従事者ならびに法人の顧客を擁し、

ポーランドにおける当行グループの他の事業体との相乗効果により、消費者金融市場で確固たる地位を占め

る顧客重視のユニバーサル・バンキング・モデルを展開している。

CABPは2021年度以降、顧客獲得を強化するため、特にデジタル・サービス（モバイルおよびウェブ）の全

面的な見直し、提携の統合、サービスの拡充および関係性モデルの開発に取り組んでいる。

2024年度は、顧客獲得が好調を維持し、ブランドの認知度が高まり、消費者金融における地位が強化さ

れ、中期計画の戦略的意欲に沿った新たな位置付けである「CAフル・オブ・ベネフィッツ」を立ち上げたこ

とが成果であった。CAバンク・ポルスカのユニバーサル・バンクへの移行は、プレミアム、若年層向け、ア

グリ／アグロおよび中小企業顧客向けのサービスの開始により強化された。
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また、当行は、各種サービスや初の再生可能エネルギー融資を開始するなど、顧客の環境およびエネル

ギー転換を支援する取り組みを引き続き強化している。

 

2024年度の重要な出来事

・プレミアム顧客を歓迎し、サービスを提供することに重点を置く旗艦支店をワルシャワに開設。

・中小企業や起業家を対象とし、CABPとリース子会社であるEFLが共同で提供する「ビジネス・ゾーン」拠点

の立上げ。

・顧客満足度：ネット・プロモーター・スコアが第2位（2022年度末以降）。

・CA24モバイル・アプリが2024年度モバイル・トレンド賞をはじめとするいくつかの賞を受賞。グーグル・

プレイおよびアップル・ストアにおける顧客の評価は4.8。

・ニューズウィーク誌の「フレンドリーな銀行」のランキングで第3位となり、ポーランドの銀行システムの

中では傑出。

・資金管理および貿易金融サービスにおいて、ポーランド市場で有数の銀行（ユーロマネー、2023年および

2024年）。

・フィッチ・レーティングスによりA+の格付。

・CABPは、CSR／エネルギー転換の分野における位置付けおよび取組みが評価された（あらゆる分野を含む

ESGランキングのうち「責任ある経営」で第7位、「ガバナンス」ではポーランド国内で第1位）。

・環境への関心および支援を継続し、オーデル川を復元。

・南ポーランドで発生した洪水により被害を被った人々および地域を支援。

 

クレディ・アグリコル・エジプト

クレディ・アグリコル・エジプト（CAE）は、エジプトの大手金融会社であり、2,500人を超える従業員が

85店舗の支店ネットワークを通じて450,000人を超える顧客にサービスを提供している。クレディ・アグリコ

ル・エジプトは商業銀行として、個人から法人まであらゆる顧客層をサービスの対象とし、幅広い金融ソ

リューションを提供するとともに、エネルギー転換の取組みを支援している。

CAEは、当行グループの国際的な専門知識と現地市場の知識を融合させ、革新的で持続可能なソリューショ

ンを提供しており、デジタル変革が戦略の重要な柱となっている。

包括的なデジタル・チャネルである「バンキ」プラットフォームを通じ、CAEは、デジタル式のサービスお

よび商品への需要の高まりに対応するために設計された専門的なソリューションならびに幅広い付加価値商

品およびサービスを提供し、個人・法人顧客を支援している。

2024年度には、中小企業に特化した商品およびサービスを補完するため、農業金融という新たな活動を立

ち上げた。

CAEは、その世界および地域での強力なプレゼンスを活かし、資金管理および貿易金融の包括的なサービス

を展開し、インフラ、運輸、自動車、製薬および電気通信等の多様な業種にわたるエジプトの多国籍顧客の

50％以上にサービスを提供している。CAEは、数十年にわたり、エジプト国内の大企業ならびに主要なインフ

ラおよびプロジェクトに資金を提供してきた。

CAEはまた、グリーン・ファイナンスやソーラー・ローンおよびエネルギー効率化プロジェクトの推進を通

じ、あらゆる顧客層のエネルギー転換を支援している。

CAEは、「エジプトの顧客に選ばれる銀行」となることを目指している。

 

2024年度の重要な出来事

・インターナショナル・ビジネス・マガジンにより2年連続で「最優秀デジタル変革プログラム」に選出さ

れ、ワールド・ビジネス・アウトルックにより「デジタル・バンキング・オブ・ザ・イヤー」に選出され

た。
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・CAEのモバイル・バンキング・アプリ「バンキ・モバイル」がグローバル・バンキング・アンド・ファイナ

ンス・レビューにより4年連続で「最も革新的なリテール・バンキング・アプリ」に認定された。

・グローバル・ビジネス・アウトルックにより「最も顧客重視の銀行商品（2024年度、エジプト）」として

表彰された。エジプトの銀行がすべての商品にわたる顧客重視を評価され、同社により表彰されたのはこ

れが初めてであった。

・2024年度には、個人顧客の46％がデジタルを活用し、接続数は11百万を超え、デジタル取引件数は12百万

件を上回った。

・グリーン・リテール・ファイナンスに引き続き注力し、CAEは、ソーラー・ローンの増産および個人の電気

自動車購入資金を提供する「EVローン」プログラムの導入を引き続き進めた。

・現地メディアによると、CAEは2024年9月、エジプトの住宅ローン部門で2番目に急成長した銀行と認定され

た。

・欧州復興開発銀行（EBRD）との間で、グリーン・エコノミー・ファイナンス・ファシリティ（GEFF Ⅱ）に

基づき、家計および中小企業向け融資に関する20百万ドルの貸付契約を締結。

・エジプトの大手電気通信会社テレコム・エジプト（TE）に18十億エジプト・ポンドのシンジケート・ロー

ン・ファシリティを提供する銀行コンソーシアムに参加。

・2023年度に関する第3回「持続可能な開発に関する統合報告書」を公表。

・若年層の支援および金融包摂への取組みを強化するため、エジプトのフランス大学と提携。

・CAE財団は、シュナイダー・エレクトリックと提携し、エジプトのデルタ地帯にある複数の農村における4

つの持続可能な農業プロジェクトに資金を提供した。このプロジェクトでは、養魚池のある温室、鶏孵化

器、灌漑用水ポンプおよび堆肥化装置等のソーラー農業ソリューションを対象の農村のために使用する。

・2024年度の成果として、イブラヒム・バドラン慈善財団との提携により、エジプト全土の孤児院に医療部

隊を派遣し、医療を提供する3年間のプロジェクトが完了した。

・2024年度にCAE財団のプロジェクトによる恩恵を享受した人の数は約12,000人に上った。

 

クレディ・アグリコル・ウクライナ

クレディ・アグリコル・ウクライナは、138の支店、300の現金自動支払機および2,000人の従業員を擁し、

390,000を超える個人、中小企業、農業および農業食品、法人ならびに多国籍企業の顧客にサービスを提供し

ている。同行は、2023年度以降、システム上重要な銀行に分類され、2024年度には再び、国内で最も信頼性

の高い銀行と評価された。

2022年2月の戦争開始以来、従業員の安全ならびに業務モデルおよび顧客サービスの適応および確保が優先

されている。

2024年度には、クレディ・アグリコル・ウクライナはその「AIR（回復に向けて投資する意欲）」プログラ

ムに注力するため、戦略的計画を調整した。

クレディ・アグリコル・ウクライナは、以下のとおり、ウクライナの顧客およびウクライナ経済の支援を

続けている。

・ほぼすべての支店が恒久的に営業を続け、必要不可欠な顧客サービスが強化されている。キエフにおける

旗艦支店の新設、IT部門向けの戦略的サービスである「コード・オブ・トラスト」および国内最高水準と

認められた法人向け資金管理サービスの開始など、数々の新たな展開もあった。

・自動車金融の分野で主導的地位を維持し、市場シェアは30％を上回った。

・政府プログラムへの参加ならびに2023年度末のEBRDおよびIFCとの融資保証の取決めを通じ、ウクライナの

農業への支援および指導を引き続き行っている。

さらに、当行グループは引き続きウクライナ社会との連帯を示し、特に、小児医療施設およびCAウクライ

ナの従業員への人道的財政支援を行い、紛争開始以降、10百万ユーロの資金のうち6.5百万ユーロをこの活動

に割り当てた。
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専門金融サービス

 

個人金融およびモビリティ

事業および組織

欧州における大手個人金融会社であり、かつあらゆる種類のモビリティ・ソリューションを提供している

クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ（CAパーソナル・ファイナンス・

アンド・モビリティ）は、その顧客およびパートナーに融資および様々な期間の自動車レンタル・ソリュー

ションを提供し、エネルギー転換に関する顧客の課題をモビリティ、住宅および消費に組み込んでいる。

欧州の22ヶ国ならびに中国およびモロッコに拠点があるCAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリ

ティは、顧客満足、事業の成功ならびに取引先銀行、事業パートナー、販売店および自動車メーカーの顧客

を維持するための方策を改善するために、そのノウハウおよび専門知識を活かしている。顧客の予算均衡支

援を使命としている当行グループは、財務を管理して借り過ぎを防ぐ方法を教示することによって最も弱い

立場の顧客を支援している。

CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、以下の事業体からなる。アゴス
(1)

（イタリア、

61％所有）、クレディボム（ポルトガル）、CAコンシューマー・ファイナンス・エス・エー（フランス国内

で（特にソフィンコの商業ブランドを通じて）活動）、クレディトプラス・バンク（ドイツ）、ソフィン

コ・スペイン（スペイン）、ワファサラフ（モロッコ、49％所有）、CAオート・バンク
(1)

（2023年度にFCA

バンクおよびドリヴァリアから100％を買収、欧州19ヶ国およびモロッコで営業）、GACソフィンコAFC
(2)

（広州汽車集団とのジョイント・ベンチャー（出資比率50対50）、中国）、CAモビリティ（CAL&Fとのジョイ

ント・ベンチャー（出資比率50対50））ならびにリーシーズ
(2)

（ステランティスとのジョイント・ベン

チャー（出資比率50対50）を通じた、長期自動車レンタルにおける欧州のリーダー）。

CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、強固な顧客基盤、信頼できる多様な提携ならびに

最新の手法およびプロセスを備えた、堅固で社会に密着した会社である。同社は、最新の消費者動向および

提携企業の期待を予測する方法を知っている。CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、2024

年度に顧客、提携企業および社会のエネルギー転換を支援する活動を行った。当年度にはまた、持続可能で

包括的なソリューションにより自動車部門の大きな変革やモビリティの新しいトレンドに対応するため、電

動モビリティに関連する複数の構造的プロジェクトを展開した。

・欧州における大手消費者金融会社およびあらゆる種類のモビリティ・ソリューションの提供者であり、従

業員は顧客、提携企業および社会に尽くしている。

－16.7百万人の顧客

－新たな消費者用途に対応するための、プロセスのデジタル化、オムニ・チャネルの窓口および質の高い

人的支援を融合した包括的なサービスにより、2024年度末の管理貸付総額は119.3十億ユーロ（うち69.1

十億ユーロは連結）となり、クレディ・アグリコル・グループの発展を牽引

－2024年度末現在の自動車運用資産は63.6十億ユーロ

・CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、2025年度までに新車3台のうち1台を完全電気自動

車とし、2030年度までに自動車融資の炭素強度を（2020年度比）50％削減するという目標を掲げ、電動モ

ビリティにおける欧州のリーダーになることを目指している。これらの目標は、2026年度までに1百万台の

車両保有を目標とするリーシーズの拡大、19ヶ国をカバーするCAオート・バンクの地理的範囲、ドリヴァ

リアの発展および完全電気自動車メーカーとの新たなパートナーシップの締結を通じて達成される。従来

からのCAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ事業体（消費者金融および自動車ローンをカ

バーする「ユニバーサル」事業体）における自動車金融の発展、クレディ・アグリコル地域銀行およびLCL

の個人、専門家および法人顧客向けの自動車リースおよびエコモビリティ・ソリューションのプラット

フォームであるアジールオート、CAモビリティ・サービシズのブランドの下での関連サービスの完全かつ

意欲的なカタログの作成も、この軌道に寄与する。
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・CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティはまた、新たな消費者ニーズに対応するため、迅速な

事業拡大を目指している。同社は、2025年度までに、クレディ・アグリコル・グループの銀行における3十

億ユーロ増の残高を含む20十億ユーロ増（2021年度比）の残高を創出する予定である。CAパーソナル・

ファイナンス・アンド・モビリティは、当行グループの銀行の事業活動の支援、有機的成長および提携を

通じた拡大、ならびに的を定めた買収戦略を通じて成長していく。

 

2024年度の重要な出来事

・2024年5月以降、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、社名をクレディ・アグリコ

ル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティに変更した。この変更は、購買力の管理、エネル

ギー転換およびモビリティをモデルの中心に据えた活動の進化を反映している。

・電動モビリティのリーダーになるために引き続き開発を進め、自動車メーカーとのパートナーシップを拡

大し、EDFとの間で、フランスの個人、中小企業および法人向けの充電ステーションの設置の強化に必要な

共通ソリューションを導入するための基本契約を締結し、フランスの法人顧客に車両管理サービスを提供

しているFATEC社との間で、当行グループのモビリティに特化した事業体に関する提携を結び、アジール

オートのプラットフォームを立ち上げ、また、オープンフリートとの提携を通じ、現在は地方の個人およ

び企業用車両向けに展開しているカーシェアリング・ソリューション「アジールオート・パルタージュ」

を強化している。

・フランスにおけるエネルギー改革のリーダーとなることを目指し、住宅分野の専門家やその顧客との共同

による全国的な住宅リフォームの課題への支援を通じ、一連のサービスを伴う「エコ・レノヴォン」シ

リーズを立ち上げた。

・ポルトガルにおいてネット・プロモーター・スコアが6年連続で第1位となったクレディボムやドイツのク

レディプラスなど、高品質のサービスが顧客に評価されている。

・デジタル体験は、常に当行事業体の関心の中心にあり、プロセスの簡素化と不正行為のリスクの軽減を目

的とするオープン・バンキングの展開が加速している。

・従業員の経験が認められ、CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、2024年度に「ベスト・

ワークプレイス（最高の職場）」の認定を受け、2,500人を超える従業員を擁するトップ10企業に選出され

た。この栄誉は、すでに同じ認定を受けているスペインのソフィンコおよびポルトガルのクレディボム

や、アゴスのGPTW（最も働きがいのある会社）としての認証と重なるものである。

・各事業体において「献身的な企業」アプローチ（コミットメントの実施、利害関係者委員会の設置、CSR認

証プロセスの進展）を継続し、社会および環境に関する目標の達成に向けて加速した。

 

(注1)　連結事業体

(注2)　持分法適用会社

 

リーシングおよびファクタリング

事業および組織

34十億ユーロの融資残高（うち30％はフランス国外）を有し、ヨーロッパの10か国で展開しているクレ

ディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング（CAL&F）は、欧州におけるリーシング、ファクタ

リング、エネルギーおよび地域金融の分野でリーダー的存在の1つであり、クレディ・アグリコル・トランジ

シオン・エ・エネルジと提携している。CAL&Fは、銀行およびノンバンクとの緊密な協力関係により、専門

家、法人、農業従事者および地方自治体の活動を50年以上にわたり支援している。

 

リース・ファイナンス

CAL&Fは、投資および設備更新に対する顧客のニーズを満たすリース・ファイナンス・ソリューションを

提供している。同社はまた、ITオペレーティング・リース、長期レンタルまたは買戻しオプション付きリー
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ス、保険、ならびに同社のすべての融資サービス、不動産リースおよびリースバック、モビリティおよび設

備機器（特に子会社のオリンを介するIT機器）の二次利用に特化したサービスなど、不動産および設備への

投資に関する助言およびリスク分析のサービスを提供することで、真の付加価値に貢献している。

 

ファクタリング

CAL&Fは、フランス内外において、個々のソリューションに応じ、顧客の請求書に対する融資、顧客の請

求書の督促および回収、支払不能リスクに対する保証ならびにサービスの管理など、日常業務から事業拡大

計画まで、企業や専門家の売掛債権に対する資金調達と管理のニーズを満たしている。

また、CAL&Fはその国際ネットワークを通じて、欧州の主要諸国における顧客およびパートナーをサポー

トしている。

 

2024年度の重要な出来事

・CAL&FのNPSは、2023年度より上昇し、高水準を維持した。

・CAL&Fがドイツのグループ、メルカ・リーシングの全株式を取得する拘束力のある契約を締結。このCAL&F

にとって重要な取引は、欧州市場におけるリースの大手になるという同社の目標に沿ったものである。

・フランスおよびドイツでサービス付きの長期トラック・リースを提供するCAトラック・ケアを立上げ。

・デジタルに特化した投資能力は46％（2024年度第4四半期）、デジタル・フロントエンドの契約プロセスは

44％。

・法人のみならず現在は公的機関に対しても、IT機器の寿命を延長する機会や高性能の再生IT機器を入手す

る機会を提供するオペレーショナル・リース・ソリューション「グッド（フォー）IT」のラインナップを

拡充。

・大企業および中小企業に特化した市場において独自性を発揮し、顧客のCSRへの取組みを奨励・促進するこ

とを目的とする「CSRファクタリング」シリーズの立上げ。

 

大口顧客

 

法人営業および投資銀行業務

事業および組織

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク（クレディ・アグリコル・

CIB）は、クレディ・アグリコル・グループの法人営業・投資銀行部門である。同行は、当行の顧客である企

業および金融機関を支援し、それらの世界中の金融ニーズを満たし、資本市場、投資銀行、ストラクチャー

ド・ファイナンス、国際取引およびトランザクション・バンキングの分野で多様な商品およびサービスを提

供している。クレディ・アグリコル・CIBのモデルは、企業を主とする顧客基盤（2024年度の商業収入の

64％）および強力で調整された国際的ネットワーク（収益の60％がフランス国外で発生）に基づいている。

顧客中心主義を強化するため、顧客関係は投資銀行と同じ部署で働く上級バンカー（カバレッジ・チー

ム）が担当する。また、特別なサステナブル・バンキング・チームが、長年にわたり世界的に認められてき

た専門知識を提供して、顧客のサステナブル・ファイナンスおよびエネルギー転換の活動の助言および支援

をしている。最後に、2021年度、クレディ・アグリコル・グループ全体の中小企業顧客との関係および事業

発展を担当する新チームが当該部門に加わった。これらの顧客に対する投資助言の専門知識は、2022年度に

ソディカの統合によってさらに強化され、現在はクレディ・アグリコル・ミッドキャップ・アドバイザーズ

になっている。

法人営業および投資銀行部門は、ファイナンス業務（ストラクチャード・ファイナンスおよび商業銀行事

業を含む。）ならびに資本市場および投資銀行事業の2つの事業部門で構成される。
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ファイナンス業務

・ストラクチャード・ファイナンスに特化したエネルギー・現物資産部門は、フランス国内外の両方におい

て、一般的に担保（航空機、小型船舶、企業不動産、商品等）を伴う投資取引の組成、助言、ストラク

チャリングおよび資金調達、または複雑なストラクチャード・クレジットに関する同様のサービスの提供

を主な業務としている。同部門は、主にモビリティ、不動産、天然資源、電力およびインフラの各分野な

らびにエネルギー転換に関する事業を展開している。2024年度、クレディ・アグリコル・CIBは、慎重なリ

スク管理を維持しつつ、ストラクチャード・ファイナンスにおける世界的なリーダーシップを確認した。

・商業銀行事業部門には、以下の事業が含まれる。

－コーポレート・アンド・レバレッジド・ファイナンス（CLF）部門は、レバレッジド・ファイナンス、テ

レコム・ファイナンスおよびファンドに加え、二者間およびシンジケートのバニラ・ローンの組成を含

み、企業および金融機関向け融資のための主要な組成プラットフォームを構築している。クレディ・ア

グリコル・CIBは主導的な地位を有しており、2024年度は、シンジケート・ローン部門の取引高において

フランスで第1位、欧州、中東およびアフリカで第2位のブックランナーとなった
(1)

。

－国際貿易・取引銀行事業部門は、企業顧客および金融機関顧客のキャッシュ・フロー、決済手段および

口座の管理を支援するとともに、顧客の国際貿易およびトランザクション・バンキングに関するニーズ

の支援を担当している。

 

資本市場および投資銀行事業

・投資銀行事業の主な使命は、主要な顧客の戦略的課題に対応するため、あらゆる種類の付加価値の高いソ

リューションを提供することである。

・資本市場事業には、発行市場および流通市場における顧客向けのヘッジおよび財務活動（すなわち、債券

市場、外国為替市場および信用市場におけるすべての売買およびストラクチャリング取引ならびに債券発

行、証券化およびトレジャリー取引）を行っている。クレディ・アグリコル・CIBは、フランス企業の発行

において6年連続第1位となった
(1)

。また、クレディ・アグリコル・CIBは、債券発行における債券銘柄

トップ5における主導的地位を維持し、ユーロ建ての全債券で世界第4位
(1)

、ユーロ建てのグリーン債、

ソーシャル債およびサステナブル債で第2位
(2)

となった。

 

(注1)　出典：リフィニティブ

(注2)　出典：ブルームバーグ

 

2024年度の重要な出来事

・クレディ・アグリコル・CIBが住友生命保険会社を引受人とする3十億円のサステナビリティ・リンク・

ローンによって保証される最初の債券を発行。これは、ベスト・プラクティスの推進および適格ローンの

評価・選定プロセスの透明性の保証を目的として、2024年7月に発表された「債券発行の資金を調達するた

めのサステナビリティ・リンク・ローンの枠組み」の一環として行われたものである。この先駆的かつ革

新的な枠組みは、市場において初めて、対象となり得るローンの選定に使用される全セクターの主要業績

評価指標（KPI）と関連する持続可能な業績目標をリスト化した「ESGパフォーマンス指数」を含むもので

ある。

・カナダのモントリオールにおいて、アメリカ地域の取引を処理する新会社を設立。このプラットフォーム

は、これまでアジアおよびニューヨークから取引を管理していたもので、特に時差に関連する問題を解消

することにより当行の効率性を高めている。CACEISとの共同によるこの新たなシステムは、独自の運用

チームを擁し、北米・カナダ地域における大口顧客の活動の増大にも対応する。
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・デジタル技術を活用して顧客との関係を改善し、効率性を高めることを目標として「ACT（クレディ・アグ

リコル・CIBの変革の加速）」と名付けられたデジタル変革プログラム。その主な成果は以下のとおりであ

る。

－顧客との関係では、オプティモールのポータルがクレディ・アグリコル・CIBの多くのサービスにデジタ

ルで安全かつ一元的にアクセスできるサービスを提供しており、2022年度のサービス開始以来、100の顧

客に採用されている。

－効率性の向上は、商品処理チェーンの自動化により、大幅な物量の増加を吸収する能力を備えた結果で

ある。例えば、当行は、RSF（債権およびサプライチェーン・ファイナンス）フロー獲得プラットフォー

ムを導入しており、このデジタル・ソリューションが生み出す収益の割合は、2024年度末において合計

34％に達した。

－AIファクトリーの設立と、2024年度末現在100件を上回る使用事例の提供。これには、生成AIによって作

成され稼働中の6件の使用事例が含まれており、例えば「オーグメンテド・バンカー」は、社内外の顧客

データの価値を最大化することにより、銀行員の顧客へのサポートおよび助言の能力を向上させる。

－最後に、当行は、量子計算の実験を継続的に実施しており、3つのプロトタイプ（そのうち1つは2024年

度に実施）では量子計算の利点が実証され、実際のアプリケーションに使用する道が開かれた。

・人事の柱の一環として、以下を実施した。

－当行の経営・文化および組織の改革を推進するため、エンパワーメントの取組みを継続的に展開（2024

年度には、取組の開始時以降に採用された従業員の41％に相当する1,800人を追加採用）。

－「NOW（新しい働き方）」プロジェクトの実施が完了。現在では、ハイブリッドな勤務形態、再設計され

たワークスペースならびに新しいツールおよびアプリケーションに依拠し、協力、信頼および説明責任

を促進する職場環境を全従業員が享受している。

 

資産サービシング

事業および組織

CACEISは、欧州における保管業務および資金管理サービス市場のリーダーであり、国際的なプレゼンスを

示している。同社の事業は、資産および地理的範囲の面で着実に成長している。

17ヶ国に7,000人の従業員を擁するCACEISは、包括的な範囲の資産サービシングに関するソリューション

を提供する。当行グループの業務遂行拠点は活動ごとに組織されており、事業を行う場所を問わず、すべて

の顧客に信頼性のある統一されたサービスを提供している。さらに、当行グループは世界中であらゆるタイ

ムゾーンに対応する拠点を有し、すべての顧客サービスを24時間365日体制でカバーしている。各事業体は、

現地の専門家を有しておりすべての利害関係者との密接な協力関係を確保している。

CACEISは、顧客の利益のために、バリュー・チェーン全体を通じてデジタル化戦略を実施している。同社

は、デジタル技術を活用することで、ユーザー体験を向上させ、業務の効率性および安全性を高め、サービ

スの流通経路を最適化している。

 

2024年度の重要な出来事

・2023年度に買収したRBC ISの欧州の事業体とベルギー、フランス、アイルランド、スイスおよびルクセン

ブルクに所在するCACEISの事業体の合併の完了と、顧客移行の完了。

・CACEISは市場シェアを拡大しており、特にルクセンブルクでは、証券代行で第2位、ファンド管理および資

産保管で第3位、プライベート・エクイティ部門の預託銀行業務では第1位となっている。

・NPS（ネット・プロモーター・スコア）は、優れた関係性を目指すイニシアチブの成果として引き続き向上

し、20に達した。

・発展しつつあるデジタル資産の分野で顧客をサポートするため、デジタル資産管理、ITインフラ設計およ

び関連サポート機能（コンプライアンス、法務、リスク）の専門家チームを擁するデジタル資産事業部門

を設立。
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・CACEISのすべての活動および利害関係者との関係において、責任ある持続可能なアプローチを推進するた

め、経営陣に直属するCSR／ESG事業部門を設置。

・CACEISは、従業員が共感し、従業員の日々の行動の指針となる企業価値として、「私たちは思いやり、挑

戦し、成長し、団結するCACEISである」というテーマを定めている。この価値観は、団結を目指す企業文

化の基盤であり、当行グループへの帰属を示すものである。

・クレディ・アグリコル・エス・エーがCACEISに対するサンタンデールの30.5％の持分を取得し、CACEISに

対する保有割合を100％に引き上げる契約を締結。

 

専門事業および子会社

 

CACIF－クレディ・アグリコル・キャピタル・アンヴェスティスモン・エ・フィナンス

CACIFは、クレディ・アグリコル・エス・エーによるプライベート・エクイティ運用会社が運用するファ

ンドへの投資を保有しており、そのほとんどが、非上場企業に投資するIDIAキャピタル・アンヴェスティス

モンを通じた保有である。これらの投資の大部分は、フランスの中小企業および中規模企業の拡大資本取引

および買収への資金提供に使用され、規模は小さいが、対象の事業部門における成長資本およびイノベー

ションにも使用される。

 

IDIAキャピタル・アンヴェスティスモン

クレディ・アグリコル・グループは、そのプライベート・エクイティ運用会社を通じた、フランス企業の

プライベート・エクイティおよび準株式への投資の大手である。2023年度、地域の組織
(1)

およびIDIAキャピ

タル・アンヴェスティスモンは195件の取引を完了し、投資金額は426百万ユーロであった
(2)

。

この体制を有するIDIAキャピタル・アンヴェスティスモンは、クレディ・アグリコル・グループの国内の

プライベート・エクイティ運用会社であり、約2.9十億ユーロの資産を管理している。IDIAキャピタル・アン

ヴェスティスモンは、年平均150百万ユーロを、拡大資本、買収資本および成長資本取引に投資している。

IDIAキャピタル・アンヴェスティスモンは、クレディ・アグリコル・グループの株式を少数株主持分に投

資することにより、フランスの中小企業および中規模企業ならびにそれらの経営者の育成を支援する。投資

単位は、すべての事業部門で1百万ユーロから50百万ユーロの範囲を目標としている。当該運用会社は、拡大

資本、買収資本および成長資本に投資し、農業食品、ワイン、健康およびエネルギー転換の各分野で定評あ

る専門知識を有している。

IDIAキャピタル・アンヴェスティスモンは、ESG専門のプライベート・エクイティ投資を先導している。

同社は、責任ある投資家として行動し、フランス・インベストの「成長を目指す投資家のコミットメント憲

章」に署名していることにも現れているように、グリーン・ファイナンスを推進している。2020年度および

2021年度、IDIAキャピタル・アンヴェスティスモンは国連責任投資原則（PRI）に署名し、国際気候イニシア

ティブ（iCI）に参加した。

IDIAキャピタル・アンヴェスティスモンはまた、クレディ・アグリコル・グループの土地、森林およびワ

イン生産のグループ分けを管理し、特定のファンドに対するクレディ・アグリコル・エス・エーの投資を監

視する。

 

2024年度の重要な出来事

・2024年度には12件の新規投資に243百万ユーロを投資した。IDIAキャピタル・アンヴェスティスモンは積極

的な少数株主であり、2024年度末の保有銘柄数は120を上回った。

・IDIAキャピタル・アンヴェスティスモンは、クレディ・アグリコル・グループの環境転換を支援する意欲

に応じる投資ファンド、「エネルギー・低炭素経済（2EBC）」の立上げを進めている。
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・ESG専門チームの統合およびサイバー・セキュリティ・サポートの実施により、当行の投資への非財務面で

の支援を加速した。

・クラブ・オペレーティング・パートナーズを加えてフランス投資協会におけるプレゼンスを強化し、9つの

クラブおよび委員会で当行の取組みを支援し、1人の従業員を35歳未満の取締役に選任した。

 

(注1)　カーヴェスト、GSOキャピタル、ソカディフ、ソフィパカ、UNEXO。

(注2)　プライベート・エクイティのみ。債務資金、インフラストラクチャーおよびファンド・オブ・ファンズを除く。

 

クレディ・アグリコル・イモビリエ

クレディ・アグリコル・グループの子会社であるクレディ・アグリコル・イモビリエは、個人・法人およ

び地方自治体のあらゆる不動産プロジェクトを支援するグローバルな不動産会社である。

クレディ・アグリコル・イモビリエは地元に根ざし、スクワール・アビタのブランド名で提供している個

人向け不動産サービス（取引、賃貸、賃貸管理、マンション管理人、リフォーム）、不動産開発および不動

産管理という3つの事業を展開しており、不動産管理ではクレディ・アグリコル・イモビリエがフランスにお

けるリーダーである。

2,000人の従業員は、責任ある不動産の開拓に貢献し、価値を創造し、包括化を促進している。クレ

ディ・アグリコル・イモビリエは、生物多様性とカーボン・フットプリントの削減に取り組み、「NFアビタ

HQE」認証を取得しており、国際生物多様性・財産協議会（IBPC）の協会員兼理事であり、再生可能エネル

ギー・建物回収ブースター（ENR&R）のメンバーであり、低炭素建築開発協会（BBCA）を支援している。

 

2024年度の重要な出来事

・バンク－イモのプロジェクト継続、クレディ・アグリコル・グループの各支店における個人向け不動産

サービス（取引、賃貸および賃貸管理）の統合および革新的ソリューションの提供開始に伴うサービスの

展開。

・不動産体験を再定義し、顧客重視のアプローチを活かして物件検索を一変させる新たな不動産ポータル、

「スクワール・アビタ」を開設。

・第三者を介した資産管理および住宅用・商業用資産の管理を専門とするネキシティの子会社であるネキシ

ティ・プロパティ・マネジメントを買収したことにより、クレディ・アグリコル・イモビリエは、売上高

においてフランスでトップの不動産管理会社となった。

・クレディ・アグリコル・イモビリエは、低炭素不動産および生物多様性への取組みを継続した。その顕著

な成果は以下のとおりである。

－スタン（93）において、再利用・リサイクル材料に基づく新しい住宅計画を展開。

－ジャンティイ（94）のアケデュク・キャンパスは、主にその敷地の一部で人工化ゼロを実現したことに

より、生物多様性建築の認証を得た。

－クレディ・アグリコル・グループのキャンパスとして「エバーグリーン菜園」を提供。

・職場における男女平等を推進するため、不動産の分野における「平等憲章」に署名。

 

クレディ・アグリコル・ペイメント・サービシズ

CAペイメント・サービシズは、当行グループの決済戦略の管理、処理プラットフォームの運営、取引の監

督、取引の安全性の保証および銀行代理業務を担当している。また、CAペイメント・サービシズは、ハイブ

リッドな活動を行う決済機関として、フランス健全性監督破綻処理機構（ACPR）の認可を受けている。CAペ

イメント・サービシズは、決済事業を行う当行グループの事業体とともに（かつそれらの事業体との調整の

任を負い）、当行グループの銀行向けに、安全性と使いやすさを兼ね備え、市場の最高水準を満たす革新的

なサービスを開発している。
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2024年度の重要な出来事

・クレディ・アグリコルとワールドラインがジョイント・ベンチャー、CAWLを設立。このブランドは、フラ

ンスにおける実店舗とオンラインの両方で取引を行う加盟店向けの決済サービスの分野でリーダーとなる

ことを目指している。

・レストランに特化した様々なサービス（次世代の代金回収、AMEX対応、チップ管理、ペーパーレス伝票

等）からなる新しい「Up2Payレストラン」の提供を開始。

・WERO：CAペイメント・サービシズが当行グループを代表して主導する新たなモバイル決済サービスのプロ

ジェクト。

・フランス国内の都市交通およびTER（地方交通）の利用料金をユーザーが1つのプラットフォームで支払う

ことができるモバイル・アプリケーションの展開について、交通省が募集した入札をCAペイメント・サー

ビシズ、ワールドラインおよびLCLが獲得した。

・クレディ・アグリコル、BNPパリバ、BPCEグループ、クレディ・ミュチュエル（ユーロ・インフォメーショ

ン経由）およびソシエテ・ジェネラルは、電子商取引の加盟店が顧客に対し、オンライン・バンキング・

サービスと同じセキュリティ対策の下、パスワード不要かつ完全に安全なアカウント作成およびアクセス

を保証できる認証ソリューションを扱う会社であるb.コネクトを設立した。

・物理的なカードの紛失、盗難、故障の場合に一時的に利用可能なバーチャル・カードの展開（2024年11月

30日現在の発行枚数は602,000枚）。

・サン・コンタクトによる非接触決済の展開：当行グループのカードの100％に対応し、271,000台のPOS端末

（2024年12月11日現在の端末総数の48％）に装備。

・不正行為に対抗するシステムは、対話式の詐欺SMSや人工知能に関するツールの開発により引き続き強化さ

れている。

・顧客の利用に明確な焦点を当てた革新の実験を継続中：ペイ360アワードの最終選考に残った革新的なダイ

ナミック暗号カード（要求に応じて新しい視覚的暗号をマスキングまたは生成するもの）。ナヴィゴ・

イージー・カード：イル・ド・フランス地方での買物や旅行での支払に利用できる銀行カード。Mesチケッ

ト：レシート管理専用アプリ。

・銀行カードに関するCSRの取組み（カードの有効期間を4年間に延長
（1）

し、更新カードの100％に再生プラ

スチックを使用
（2）

するなど）。

・ネット・プロモーター・スコア（NPS）が引き続き上昇し、過去最高の35に達した。

・3年連続でEcoVadisのゴールド認定を獲得した。

 

(注1)　対象カード

(注2)　例外：生体認証カード、セレニペイ、ユース・カードおよび磁気カード

 

クレディ・アグリコル・グループ・インフラストラクチャー・プラットフォーム

クレディ・アグリコル・グループ・インフラストラクチャー・プラットフォーム（CA-GIP）には、クレ

ディ・アグリコル・グループのIT生産、インフラおよび技術プラットフォームの80％が集約されている。CA-

GIPは、クレディ・アグリコル・グループの様々な事業体との間で、それらの事業体の顧客のために、主要な

開発のパートナーを務めている。

CA-GIPは、クレディ・アグリコル・グループが競争力を強化するために取り組んでいるデジタル革命の課

題に対応することを目的とし、フランス各地に広がる2,000人の従業員で構成されている。

CA-GIPの目標は、高度なセキュリティおよび機密性を保証しつつ、新しい慣行に適応した新しい革新的な

プラットフォームを開発することである。これらの要素はすべて、同社のCSRへの取組みを確認し、明確に示

している。
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2024年度の重要な出来事

・2024年度に2年連続で国際的なトップ・エンプロイヤーとしての認定を受けた。

・当行グループ全体の顧客事業体における低酸素化を支援するCA-GIPの環境負荷管理情報システムである

「グリーンパクト」を展開。

・臓器および組織の提供に対するCA-GIPの取組み：事業体間およびクレディ・アグリコル・グループの地域

銀行3行における意識向上ツールの調整。

・CA-GIPが当行グループをサポートするために使用しているものと一貫し、これを補完するAI使用事例の開

発。

 

ユニ－メディア

クレディ・アグリコル・エス・エーのメディア子会社であるユニ－メディアは、この部門で引き続き高い

収益をあげている。

デジタル面では、ユニ－メディアは以下の2つの観点から変革を強化している。

・ウェブ上およびソーシャル・ネットワーク上でのプレゼンスの成長

・当行グループの社会的プロジェクトに沿った現場でのエネルギー転換の著しい強化

 

2024年度の重要な出来事

・転換に関連するコンテンツを専門とするメディアであり通信社でもあるウィー・ドゥマン社および

ウィー・ドゥマン誌の買収。

・メルシー・プール・ランフォ誌との共同で、法的事項専門のAIを立上げ。

・助産師アンナ・ロイとの共同で妊娠モニタリング・プログラムを作成し、ペアレンツ社との共同で、公共

の場でイベントを開催。

・2019年度以降、カーボン・フットプリントを58％削減した
(1)

。

 

(注1)　出典：GHGプロトコル、スコープ1、2、3。

 

BforBank

BforBankはクレディ・アグリコル・グループのオンライン銀行である。2009年に設立され、2023年9月以

降、オンライン銀行の長所（安全なバーチャル・カード、モバイル決済、リアルタイム取引、即時振込等）

と人間味を融合させた、関係性を取り入れたデジタル銀行モデルに基づく一連の新しいサービスを提供して

きた。この位置付けにより、2030年度までに欧州の市場を主導する企業の1つになることを目指している。

BforBankの目標は、顧客が財務の健全性、すなわち、財務を効果的に管理し、自己管理ができていると感

じ、収入、支出、貯蓄および投資のバランスを維持する能力を達成できるよう支援することである。このビ

ジョンは、顧客は独立しているが決して孤立してはいないことを保証するという堅い約束を伴うものであ

る。

この約束を守るため、BforBankは、誰もが利用しやすい革新的なサービスを提供し、プレゼンスを高めて

いる。これには、再設計された直感的なモバイル・アプリや、電話、アプリ、チャットおよびソーシャル・

ネットワークを通じて年中無休で利用可能なフランス在住のアドバイザーが含まれる。

これらは、新規の顧客であれば誰でも利用可能で、収入要件やコミットメントもなく、無料の即時振込、

リアルタイム取引、安全なバーチャル・カードなど、日常的な銀行業務に欠かせないサービスを網羅してい

る。BforBankは、以下の2つのオプションを提案している。すなわち、BforBASICは無料、BforZENは月額4

ユーロで、より充実した銀行体験（フランス内外でのカード決済、旅行の保険および支援、個人向け年次報

告書等）を提供する。2024年度には、BforBankは、BFor+口座に加え、リヴレA貯蓄口座や持続可能な開発と

連帯に基づく貯蓄口座（LDDS）等の規制対象である貯蓄商品を導入し、貯蓄サービスを充実させた。
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BforBankの銀行サービスは、新商品（共同口座、生命保険等）の導入により、今後数ヶ月に徐々に拡大さ

れる予定である。

2023年度以降、Bfor+貯蓄口座は、銀行のサービスを分析する100％独立したラベルであることを賞する

「ラベル・エクセレンス」を獲得している。また、BforBankの新サービスは、「2024年度トロフェ・カリ

テ」賞をプロジェクト・アドバイザー部門で受賞し、そのカスタマー・ジャーニーも評価され、2023年度

グーグル・ファイナンスUXベンチマークによると「銀行業務」部門で第1位を獲得した。

 

2024年度の重要な出来事

・2024年1月にレンヌに基盤を置く顧客サービス・センターを開設。

・2024年5月に「責任あるIT」憲章に署名。

・BforBankの広告キャンペーンMax Le Mythoが2024年度「エフィー賞」の銀行・保険業務の分野で銀賞を

獲得。

・2025年度「ハッピー・トレイニー」ラベルを取得。

 

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ

フランスでは、国家低炭素戦略により再生可能エネルギー開発に関する野心的な目標が設定され、総最終

エネルギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合を33％とすることが定められた。これらの目標を達成

するため、クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ（トランジシオン・エ・エネルジ）は、

特に地域銀行およびLCLの支援を受けて、以下の3つの補完的な活動を通じ、フランス全土で再生可能エネル

ギー部門全体の開発を強化してきた。

・再生可能エネルギー・プロジェクトへの融資、独立系開発業者の資本への投資および再生可能エネルギー

生産資産への投資。

・再生可能エネルギー生産の増加および統合を活かし、地域の関係者と協力して、直接配電ルートを通じて

低炭素電力を生産・供給する。

・エネルギー転換のための助言サービスやソリューションの提供を通じて、すべての顧客の省エネの取組み

を支援する。

 

2024年度の重要な出来事

・金融：CA TEを通じ、2030年度までに再生可能エネルギー・プロジェクトに総額19十億ユーロ近い融資を組

成・分配。

・再生可能エネルギーの生産：クレディ・アグリコルの保有資産から、2028年度までに2GWの設備容量を生

産。

・電力供給：2026年度までに、住民（例えば、ランスの住民）196,000人の年間消費量に相当する500GWh。

 

CAサンテ・エ・テリトワール

2023年度に設立されたクレディ・アグリコル・サンテ・エ・テリトワールは、以下の2つの長期的かつ社

会的な課題に向けた一連のソリューションを提供している。

・地域におけるプライマリ・ケアへのアクセスを促進し、現実的なソリューション（保健センターおよび診

療所、遠隔医療の支援および増強、在宅医療等）を通じて医療砂漠と闘う手助けをする。

・在宅医療、助言および非医療住宅を通じて高齢化社会を支援する。

クレディ・アグリコル・サンテ・エ・テリトワールは、15人の従業員を擁し、自社および子会社の専門知

識を患者、医療従事者（開業医、専門医および救急救命士）、地方自治体ならびに医療機関（地域医療専門

家コミュニティ、医療委員会、地域医療機関等）に提供している。
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2024年度の重要な出来事

・買収：総合的プライマリ・ケア施設（ケアハウスおよびヘルスセンター）の設計、建設および日常的サ

ポートを専門とするオフィス・サンテの株式の過半数を2024年7月に42百万ユーロの投資で取得。

・2024年度におけるケアおよびサービスの生産：44のケアホーム、11のヘルスセンター、オフィス・サンテ

のセンター／ケアホームの訪問者数750,000人、遠隔医療の利用者数34,000人、在宅看護ケア要請数

280,000件、71の高齢者共同宿泊施設。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

  82/1736



 

４ 【関係会社の状況】

 

(1) 親会社

 

2024年12月31日現在

親会社の名称 設立地および営業地 資本金 主要事業

親会社が保有する当

行の議決権比率

（％）

SASリュ・ラ・ボエスィ フランス・パリ 3,041,031,027ユーロ 株式保有 62.78

 

(2) 子会社および関連会社

(ⅰ)子会社

　以下の会社の表には、当行が重要であると考える当行の子会社（「重要な子会社」とは、その会社また

はその会社の業績が当行の連結損益計算書および連結貸借対照表に直接的な影響を与える子会社を意味す

る。）が記載されている。

 

2024年12月31日現在

子会社の名称 設立地および営業地
資本金

（単位：百万ユーロ）
主要事業

当行が保有する子会社

の議決権比率

（％）

LCL フランス・リヨン 2,038
フランス国内リテー

ル・バンキング
95.6

クレディ・アグリコル・

イタリア
イタリア・パルマ 1,102

国際リテール・バン

キング
78.1

クレディ・アグリコル・

コンシューマー・ファイ

ナンス

フランス・マシー 554 専門金融サービス 100

アムンディ フランス・パリ 512 資産収集
67.4（支配比率）

67.2（持分比率）

クレディ・アグリコル・

アシュランス
フランス・パリ 1,490 資産収集 100

クレディ・アグリコル・

コーポレート・アンド・

インベストメント・バン

ク

フランス・モンルー

ジュ
7,852 大口顧客 97.8

CACEIS フランス・パリ 941 大口顧客 69.5

CAインドスエズ フランス・パリ 854 資産管理

100（支配比率）

97.8（持分比率）

（クレディ・アグリコ

ル・CIBを通じて間接

的に保有）

 

　「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A．

連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記－注記12.4　連結範囲」も参照。

 

(ⅱ) 関連会社

　発行者には、重要であると考える関連会社はない。
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５ 【従業員の状況】

 

(1) クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの状況

 

2024年12月31日現在

事業部門 従業員数（名）

フランス国内リテール・バンキング 16,920

国際リテール・バンキング 20,271

専門金融サービス 11,424

資産収集 12,415

大口顧客 17,035

コーポレート・センター 3,180

合計 81,244

 

　2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは5,685名の非常勤従業員を有してい

た。

（対象範囲：100％）

 

(2) クレディ・アグリコル・エス・エーの状況

　以下の情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業組織構成（ESU）に言及するものである。

 

2024年12月31日現在

従業員数 平均従業員年齢 従業員の平均勤続年数

2,313名 44歳 14年

 

　2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは104名の非常勤従業員を有していた。

 

　従業員の給付については、「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日

に終了した事業年度－A．連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記－注記7　従業員給付およびその他

の報酬」を参照。
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第３ 【事業の状況】
 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

 

1．クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク要因

 

本項の記述は、クレディ・アグリコル・グループの構造を前提として、クレディ・アグリコル・エス・

エーがさらされる主要なリスク、ならびにクレディ・アグリコル・エス・エーの株式およびその他の有価証

券の保有に関連する特定のリスクについて記載したものである。次項（「2.　リスク管理」）は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーのリスク選好、およびこれらのリスクを管理するためのシステムについて記

載している。

本項において使用される用語「クレディ・アグリコル・エス・エー」は、親会社（すなわちクレディ・ア

グリコル・グループの親会社であり上場会社）としてのクレディ・アグリコル・エス・エー、ならびにフラ

ンス商法（Code de commerce）第L.233-3条の意義において同社が直接的または間接的に保有するすべての子

会社（以下「子会社」という。）を指す。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその事業に関するリスク要因

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの事業に特有のリスクについては、本項(1.1)信用リスクおよびカウ

ンターパーティー・リスク、(1.2)財務リスク、(1.3)業務リスクおよび関連リスク、(1.4)クレディ・アグリ

コル・エス・エーが業務を行う環境に関するリスク、(1.5)クレディ・アグリコル・エス・エーの戦略および

取引に関するリスク、ならびに(1.6)クレディ・アグリコル・グループの構造に関するリスク、の6つのカテ

ゴリに記載されている。

6つのカテゴリのそれぞれにおいて、発生確率および潜在的影響を評価した上でクレディ・アグリコル・

エス・エーが目下非常に重要であると判断したリスクを、最初に記載する。しかしながら、目下重要性が高

くはないと判断されているリスクであっても、将来発生すればクレディ・アグリコル・エス・エーに重大な

影響を与えるおそれがある。これらのリスク要因については、以下に述べる。

 

1.1　信用リスクおよびカウンターパーティー・リスク

 

a）クレディ・アグリコル・エス・エーは取引相手先の信用リスクにさらされている

 

顧客および取引相手先の破産リスクは、クレディ・アグリコル・エス・エーがさらされる主要なリスクの

1つである。信用リスクは、取引相手先が債務を履行することができなくなった場合で、当行の記録における

かかる債権の帳簿価額がプラスであるとき、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類に影響を与

える。取引相手先は、銀行、金融機関、事業会社もしくは商事会社、政府およびその各種機関、投資ファン

ド、または個人のいずれもあり得る。取引相手先の債務不履行レベルは、特に欧州において、経済の不確実

性を背景にさらに上昇する可能性があり、クレディ・アグリコル・エス・エーは、発生すれば収益性に影響

を与える可能性のある貸倒貸出金および貸倒懸念貸出金について、相当額の繰入れおよび引当てを行わなけ

ればならない可能性がある。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、担保、保証の取得、信用デリバティブ契約の締結およびネッティ

ング契約の締結等のリスク軽減テクニックを使用して信用リスクに対するエクスポージャーの削減に努めて

はいるが、これらのテクニックがカバーする取引相手先の債務不履行によって発生する損失を、これらのテ

クニックが相殺できるかは確実ではない。さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーは、信用リスク・

ヘッジを提供する者（デリバティブにおける取引相手先等）による債務不履行リスク、または担保の価値喪
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失リスクにさらされている。また、これらのテクニックがヘッジするのは、クレディ・アグリコル・エス・

エー全体の信用リスクのうち一部のみである。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーは、取引相

手先の債務不履行リスクに対して大きなエクスポージャーを有している。

2024年12月31日現在、信用リスクおよびカウンターパーティー・リスク（希薄化リスクおよび決済不履行

リスクを含む。）に対するクレディ・アグリコル・エス・エーのエクスポージャーは、リスク軽減措置前で

1,871十億ユーロであった。この内訳は、小口顧客15％、企業31％、政府21％ならびに金融機関および投資会

社28％である。また、クレディ・アグリコル・エス・エーがさらされる信用リスクおよびカウンターパー

ティー・リスクに関するリスク加重資産（RWA）は、2024年12月31日現在、それぞれ326.1十億ユーロおよび

26十億ユーロであった。当該期末、貸出金および債権のうち債務不履行となったものは、総額13.9十億ユー

ロであった。

 

b）貸倒引当金の大幅な増加、またはクレディ・アグリコル・エス・エーの貸出金および債権勘定における損

失リスク予想の変化は、業績および財務状態にマイナスの影響を与えるおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、貸出業務に関連して、貸出金および債権勘定に関する実際のまた

は潜在的な損失（損益勘定に「リスク費用」として計上される。）を反映するため、貸倒費用を必要に応じ

て定期的に計上する。クレディ・アグリコル・エス・エー全体のかかる資産減損引当金のレベルは、過去の

発生損失の評価、行われた貸出しの金額および種類、業界基準、経済情勢、ならびに各種貸出金の回収可能

性またはすべての当該資産に集合的に適用されるシナリオに基づく統計的手法に関するその他の要因に基づ

いている。クレディ・アグリコル・エス・エーは適切なレベルの引当金を確保するよう努めてはいるが、貸

出業務により不良資産が増加した結果、または市況の悪化、もしくは特に現在のマクロ経済および地政学的

に不確実な環境における特定の国もしくは産業部門に影響を有する要因等、（マクロ経済的または部門別の

変化等）その他の理由により、将来の貸倒れに備えて繰入額の増加を余儀なくされることがある。さらに、

過去数年に見られた価格ならびにエネルギーおよびコモディティの供給力に関する緊張は、現在では緩和さ

れつつあるが、到達した価格水準は、一部の顧客セグメント（中小企業、専門家）またはこれらの資源の価

格もしくはその変動性に特に左右されやすい融資を受けた事業部門（フランスの農業部門、農業食品産業、

コモディティの生産およびトレーディング、エネルギー集約型産業、自動車）の収益性およびキャッシュ・

フローを悪化させるなど、そのソルベンシーに依然として影響を与えるおそれがある。最後に、フランスの

建設活動、特に住宅建設の急激な減速と、比較的低速な活動が長期間続いていることで、建設および公共事

業部門で事業を展開する顧客の収益性とキャッシュ・フローに悪影響が生じる可能性がある。貸倒引当金が

大幅に増加した場合、減損していない貸付勘定に内在する損失リスクに関するクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの見積りが大幅に修正された場合、またはこれに関して計上された引当金を超過する貸倒れが発生

した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの経営成績および財務状態はマイナスの影響を受けるおそれ

がある。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの貸付残高、債権および債券の総額は、

1,228.5十億ユーロであった。信用リスクに関しては、準備金、累計減損および関連する調整金額は、10.3十

億ユーロであった。2024年度、クレディ・アグリコル・エス・エーの残高のリスク費用
(1)

は、34ベーシス・

ポイントである。

 

(注1)　残高のリスク費用は、CAオート・バンクの残高を再調整した後、連続する最近4四半期に計上された売掛債権のリ

スク費用を、最近4四半期の期首現在の平均残高で除して計算される。

 

c）産業および商業企業債務の質の低下はクレディ・アグリコル・エス・エーの業績にマイナスの影響を与え

るおそれがある
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債務者企業の信用度は、主として経済の不確実性の増大、および特定の部門においては経済大国の貿易政

策に関するリスクから、著しく低下するおそれがある。現在の信用度の悪化傾向が続く場合、クレディ・ア

グリコル・エス・エーは、資産の減損費用を計上し、または企業債務ポートフォリオの価値を償却しなけれ

ばならないことがあり、そうなればクレディ・アグリコル・エス・エーの収益性および財務状態に重大な影

響が生じることになる。

2024年12月31日現在、産業および商業企業、すなわち金融・保険業、公務および国防、義務的社会保障、

ならびに管理・支援サービスを除く部門に対するクレディ・アグリコル・エス・エーの総エクスポージャー

は259.5十億ユーロ（うち6.4十億ユーロは債務不履行）で、このうち4.9十億ユーロは累積減損損失であっ

た。

 

d）クレディ・アグリコル・エス・エーは大きなエクスポージャーを有する部門に影響を与える事象によりマ

イナスの影響を受けるおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの信用エクスポージャーは、LCLおよびクレディ・アグリコル・イタ

リア両社のネットワークを通じて行われる包括的な顧客重視のユニバーサル・バンキング・モデルの活動に

より、極めて多岐にわたる。2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エー全体の商業貸出ポー

トフォリオに占める小口顧客の割合は25％、すなわち288.5十億ユーロであった。さらに、クレディ・アグリ

コル・エス・エーは、ある出来事が、クレディ・アグリコル・エス・エーが大きなエクスポージャーを有す

る特定の部門に対して異常に大きな影響を与える可能性がある、というリスクにさらされている。2024年12

月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの商業貸出のうち、24％は地方自治体を含む公共部門の債

務者（約277.6十億ユーロ）に関するものであった。公共部門の債務者は、国および地方の財政政策ならびに

予算の配分の影響を受けることがある。住宅ローンや個人向け融資のための借入れを行う世帯を含む小口顧

客の債務者は、失業率の持続的な上昇によって弱体化する可能性がある。これらの部門が不況に陥った場

合、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益性および財政状態はマイナスの影響を受けるおそれがある。

 

e）他の金融機関および市場参加者の健全性および行動はクレディ・アグリコル・エス・エーにマイナスの影

響を与えるおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが資金調達、投資およびデリバティブ業務を行う能力は、他の金融機

関または市場参加者の健全性の悪化により、マイナスの影響を受けるおそれがある。金融サービス機関は、

トレーディング、手形交換、取引相手先、資金調達またはその他の関係により、相互に関連している。その

結果、1つまたは複数の金融サービス機関による債務不履行、またはその噂もしくは懸念、または金融サービ

ス業界全般の信頼の喪失は、市場全体の流動性の縮小につながる可能性があり、さらなる損失または債務不

履行を引き起こすおそれがある。クレディ・アグリコル・エス・エーは、ブローカーおよびディーラー、商

業銀行、投資銀行、ミューチュアル・ファンドおよびヘッジ・ファンド、ならびにクレディ・アグリコル・

エス・エーが定期的に取引を実行する他の法人顧客等、金融業界の多数の取引相手先に対して金融エクス

ポージャーを有している。これらの取引の多くは、クレディ・アグリコル・エス・エーに、債務不履行また

は財政難の場合の信用リスクを負わせる。また、クレディ・アグリコル・エス・エーの信用リスクは、保有

する担保を処分できない場合、または支払うべき貸出金もしくはデリバティブ・エクスポージャーの全額を

下回る価格で清算された場合、高まる可能性がある。

2024年12月31日現在、金融機関および関連事業体である取引相手先に対するクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの総エクスポージャーは合計524.6十億ユーロ（クレディ・アグリコル・グループの内部業務の枠組

みの中で主に地域銀行に関するもの。）で、このうち487.3十億ユーロは内部格付に基づく手法を用いてい

た。
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f）クレディ・アグリコル・エス・エーは、業務を行う国に集中するカントリー・リスクおよびカウンター

パーティー・リスクにさらされている

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、カントリー・リスク、すなわち当行グループが業務を行う国の経

済、金融、政治または社会の状況が当行グループの財務利益に影響するリスクにさらされている。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーはカントリー・リスクを監視し、財務書類に記録される公正価値調整および

リスク費用においてこれを考慮している。しかしながら、政治またはマクロ経済の環境が大幅に変化する

と、クレディ・アグリコル・エス・エーは、追加の繰入れを行い、または財務書類上で従前評価減されてい

た金額を超える損失を計上しなければならない可能性がある。クレディ・アグリコル・エス・エーは、絶対

値では、特にフランスおよびイタリアにおいてカントリー・リスクにさらされている。2024年12月31日現

在、クレディ・アグリコル・エス・エーの商業貸出コミットメントは、フランスが549.1十億ユーロ、イタリ

アが165.9十億ユーロで、期間中のクレディ・アグリコル・エス・エーの総エクスポージャーのそれぞれ48％

および14％を占めていた。両国の経済や政治の状況が悪化した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーに

も影響することになる。最後に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、OECDに加盟していない国々に対し

ても大きなエクスポージャーを有しており、これらの国々は先進国ではさほど見られない政情不安、予測不

可能な規制および課税、収用リスクならびにその他のリスク等、様々なリスクにさらされている。

2024年度末現在、当行グループの内部格付による格付がBを下回る国々におけるクレディ・アグリコル・

エス・エーの顧客に対する商業貸出（銀行取引相手先に対するものを含む。）は、西欧の国々（イタリア、

スペイン、ポルトガル、ギリシャ、キプロス、アイスランドおよびアンドラ）を除くと、合計78.3十億ユー

ロであった。

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ウクライナおよびロシアに対する直接的または間接的なエ

クスポージャーにより、損失を被るおそれがある。

■　ウクライナにおいては、クレディ・アグリコル・ウクライナの商業貸出は、2024年12月31日現在、790百

万ユーロであった。そのうち632百万ユーロがオンバランスシートであり、現地で調達されたものであ

る。これらのエクスポージャーに対するリスクは、2024年12月31日現在、120百万ユーロに設定されてい

る。エクスポージャーは、紛争開始以降着実に減少していたが、2024年度には徐々に上昇を始めた

（2022年3月31日現在1.7十億ユーロ、2022年度末現在961百万ユーロ、2023年度末現在728百万ユー

ロ）。

■　ロシアにおいては、2022年にロシアとウクライナの紛争が始まって以来、クレディ・アグリコル・CIB・

グループは、ロシア企業に対するすべての融資、および同国におけるすべての商業活動を停止してい

る。2024年度、この子会社は活動の停止を継続しており、現地の規制上および法律上の義務と国際制裁

を順守しながら、撤退計画（商業活動、従業員、リスクのあるエクスポージャー）を進めた。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・CIB AOに計上されたエクスポージャー（オンショア・エク

スポージャー）は、2023年12月31日から横ばいの0.1十億ユーロ相当であった。この子会社の資本金は約108

百万ユーロで、このうち約69百万ユーロが資本金および利益剰余金、39.6百万ユーロが劣後債務であった。

資本金は2023年12月から急激に減少した(155百万ユーロ)。2024年12月31日現在の当期純利益は、2023年度か

ら8.8百万ユーロ減少して5.2百万ユーロとなった。これは、収益が16.8百万ユーロあったことと、撤退計画

に沿って諸経費が大幅に減少したことの結果である。

クレディ・アグリコル・CIB AO以外に計上されたエクスポージャー（オフショア・エクスポージャー）

は、2024年12月31日現在0.7十億ユーロ相当であった（このうち0.7十億ユーロが貸借対照表に計上されてい

る。）。これは、2023年12月31日現在から0.5十億ユーロの減少、2022年2月末の紛争開始以降は合計3.9十億

ユーロの減少となった。オフショア・エクスポージャーのうちオフバランスシートの部分（荷為替信用状、

金融保証、および割合は少ないが未使用の確定クレジット・ファシリティ）は、紛争の勃発以降1.5十億ユー

ロ急激に減少し、2024年12月31日現在は0.1十億ユーロとなった。
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現在進行中の紛争とそれに続く国際制裁により、ポートフォリオは引き続き注意深く監視されており、国

際制裁を厳格に遵守した返済や二次処分の実施を通じて、エクスポージャーは徐々に減少している。また、

2022年第1四半期以降、クレディ・アグリコル・CIBは、紛争前の活動によりロシアにおいて直接的および間

接的なエクスポージャーを有しており、IFRSに従い正常貸出金に係る引当金を計上している。ロシアのエク

スポージャーに関するこの引当金は四半期ごとにアップデートされており、2024年度のリスク費用は37.7百

万ユーロであり、このうち47.9百万ユーロは正常エクスポージャー（ステージ1およびステージ2）に関する

追加であり、10.2百万ユーロは個別ファイル（ステージ3）の戻入に関するものであった。2024年12月31日現

在、ロシアのエクスポージャーに対する引当金の総額は288百万ユーロに達した。

インドスエズ・ウェルス・マネジメントにおけるロシアに対するエクスポージャー（ロシアに居住する顧

客またはロシア国民）は、制裁の対象となっていない取引先（預金および有価証券の指定／制限）につい

て、2023年12月31日（113百万ユーロ相当）から増加し、2024年12月31日現在は139百万ユーロ相当であっ

た。

 

g）クレディ・アグリコル・エス・エーは市場活動においてカウンターパーティー・リスクにさらされている

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、有価証券、通貨、コモディティおよびその他の市場活動において

取引相手先が債務不履行に陥った場合に、損失を被る可能性がある。クレディ・アグリコル・エス・エーが

債務証券のポートフォリオ（マーケット・メイキング業務に関するものを含む。）を保有する場合は、発行

体の信用度が低下するリスク、または不履行リスクにさらされている。トレーディング業務の一環として、

クレディ・アグリコル・エス・エーは、取引相手先が取引の決済義務を履行できないリスクにさらされてい

る。クレディ・アグリコル・エス・エーのデリバティブ業務も、取引相手先の債務不履行リスク、およびか

かる債務不履行が発生した場合に支払うべき金額に関する重大な不確実性にさらされている。デリバティブ

および繰延決済取引におけるカウンターパーティー・リスクに相当し、第3の柱において示されているリスク

加重資産（RWA）は、2024年12月31日現在10.5十億ユーロであった。クレディ・アグリコル・エス・エーは多

くの場合、これらのリスクに対処するため担保を取得したり補償請求権を行使したりするが、これらは完全

な保護を確保するには不十分である可能性があり、クレディ・アグリコル・エス・エーは、1つまたは複数の

主要な取引相手先が破綻したことにより、重大な損失を被る可能性がある。

 

1.2　財務リスク

 

a）可視性の欠如、成長の鈍化、緩やかな金融緩和、および長期金利の上昇に関連するリスクにより、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの収益性および財務状態は影響を受ける可能性がある

 

インフレ率の大幅な急上昇により、欧州中央銀行（「ECB」）は、2022年7月から2023年9月の間に中央銀

行政策金利を大幅に（450ベーシス・ポイント、リファイナンス金利は4.50％に）引き上げる一方、量的金融

引締めを行った（条件付長期資金供給オペ（TLTRO）の返済、2023年7月には資産買入プログラムの収益の再

投資の終了、パンデミック緊急購入プログラムの収益の再投資は漸減し、2024年末までに終了した。）。

ディスインフレのおかげでバランスシートの縮小を続ける一方で、ECBは2024年6月、中央銀行の政策金利

を最初に引き下げて金融緩和を開始した。2025年2月初めの時点で、リファイナンス金利の累積低下幅は160

ベーシス・ポイント（2.90％）に達し、預金金利の累積低下幅は125ベーシス・ポイント（2.75％）に達し

た。2024年度の成長が期待外れであったこと（年平均0.7％）に続き、ユーロ圏の成長は2025年度にやや加速

する可能性があるが、低調な状態が続くと予想されている（予想成長率は1％程度）。ディスインフレが続い

たことで、低成長の中でもインフレ率は目標の2％にまで押し下げられており、ECBは慎重かつ段階的な緩和

を継続することができた。この緩和は、価格がさらに下落するショックのリスクに加えて、特に関税が課さ

れたことでインフレ・リスクが高まっている米国の金融政策と金利の影響により妨害される可能性がある。
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金融緩和とそれに続く長期金利の緩やかな低下（ドイツ国債、ドイツの10年ソブリン金利）により、信用

残高は持ち直したが、依然として低水準にとどまっている。回復が進まなかった理由は、家計であれ企業で

あれ、借り手の慎重な姿勢（不確実性、可視性の欠如）によって説明できる。特にフランスでは、10年物OAT

の利回りが高い水準で維持されている（ドイツ国債に対するフランスのリスクプレミアムの拡大）ため、住

宅ローンが減速している。しかし、信用供与の伸びを大きく抑制している要因はいずれも依然として残って

おり、長期金利の可視性がさらに低下し、上昇圧力がかかるリスクシナリオでは、さらに強まる可能性があ

る。

負債については、「安価な」資金調達（TLTRO等）はなくなったが、ECBは、米国の金融緩和のわずかな兆

しや、ユーロの不適切な弱さが認識されて動揺しない限り、緩やかで慎重な緩和策を続ける可能性がある。

ディスインフレのプロセスが後退した場合、規制された貯蓄のリターンは低下しない可能性がある（または

回復する可能性さえある。）。長期金利への圧力は、銀行の資金調達コストの圧力につながる可能性があ

る。最後に、魅力的な利回り（ソブリン金利や株式によって提供される）を維持すれば、顧客は規制金利預

金を犠牲にしてオフバランスシートの貯蓄を好むようになる可能性がある。

このような状況において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、経営資源のコスト増によって業績が著

しく変化することを予想している。費用と収益は、重大な不確実性にさらされるであろう。

 

b）イールド・カーブに不利な変化があると、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結収益または収益性に

影響を与える可能性がある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、主としてLCLおよびクレディ・アグリコル・イタリアを通じて行

うリテール・バンキング業務により、金利の変動にさらされている。

ある期間にクレディ・アグリコル・エス・エーが得る純利息収入は、当該期間における全体の連結収益お

よび収益性に重大な影響を与える。金利は、クレディ・アグリコル・エス・エーが制御し得ない数々の要因

に左右される。市場金利の変動は、利付資産に課される利息および負債に対して支払われる利息に対して、

異なる影響を有する。利回りが低下すると、クレディ・アグリコル・グループの貸出業務による純利息収入

およびその経済的価値の両方が減少する可能性がある。

以下の純利息収入に対する感応度は、欧州銀行監督機構（EBA）が定めた監督上の異常値テスト（SOT）の

仮定をグローバルに適用して算出したものであり、パススルー率
(1)

は100％、すなわち資産および負債（貸

借対照表に計上されているすべての変動利付商品、および固定利付商品については新規取引のみ）の金利変

動が即時に影響する一方、要求払預金は現在の水準を維持している。この監督上の異常値テストの仮定を採

用する際の例外については、以下のとおりである。実際、純利息収入の変動は、以下の結果が示唆するより

も、より緩やかに顕在化するであろう。

 

資本の経済価値分析

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーがエクスポージャーを有する主要な分野におい

て金利
(2)

が200ベーシス・ポイント低下した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの経済価値
(3)

には0.6

十億ユーロのプラスの影響が生じる。反対に、クレディ・アグリコル・グループがエクスポージャーを有す

る主要な分野において金利が200ベーシス・ポイント上昇した場合、2.3十億ユーロのマイナスの影響が生じ

る。これらの影響は、今後30年間で段階的に廃止される貸借対照表に基づいて計算される。つまり、将来の

生産は考慮されず、貸借対照表上のポジションの変化による動的な影響は含まれない。金融機関以外の契約

満期のない預金（要求払預金および貯蓄勘定）の平均残存期間は5年に制限されている。使用される貸借対照

表には、金利リスクに関する規制（SOT）を遵守した株式および持分は含まれない。
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純利息収入分析

 

住宅ローンには50％のパススルー率を適用し、金利の変動に対する要求払預金残高の感応度を考慮し、1

年、2年、3年の期間を考慮し、かつ、その他すべてのバランスシート項目についてバランスシートが一定

（すなわち満期取引の更新も同一）と仮定すると、2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・

エーがエクスポージャーを有する主要な分野において金利が50ベーシス・ポイント低下した場合
(2)

、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの純利息収入は1年目に0.2十億ユーロ、2年目に0.3十億ユーロ、3年目に0.3

十億ユーロ減少する。反対に、クレディ・アグリコル・エス・エーがエクスポージャーを有する主要な分野

において金利が50ベーシス・ポイント上昇した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの純利息収入は1年

目に0.2十億ユーロ、2年目に0.3十億ユーロ、3年目に0.3十億ユーロ増加する。

住宅ローンに100％のパススルー率を適用し、金利の変動に対する要求払預金残高の感応度を考慮しない

場合、1年目、2年目および3年目の感応度は、パラレル下方ショックのシナリオではそれぞれ0.2十億ユー

ロ、0.3十億ユーロおよび0.5十億ユーロ減少し、パラレル上方ショックのシナリオではそれぞれ0.3十億ユー

ロ、0.4十億ユーロおよび0.4十億ユーロ増加する。

2つのアプローチの間では、感度は逆になる。金利が上昇するとクレディ・アグリコル・エス・エーの経

済価値は低下するが、純利息収入は増加する。

金利が上昇した場合に経済価値が低下するのは、将来の満期日において固定金利負債よりも固定金利資産

の方が一般的に多いためである。

したがって、金利が上昇した場合、固定金利資産のマイナスの感応度は、固定金利負債のプラスの感応度

によって完全には相殺されない。

反対に、負債には金利上昇の影響を受けにくいまたは全く受けない株式や小口顧客の資産（要求払預金お

よび規制貯蓄）が含まれているため、金利が上昇すると、金利変動に対する更新後の資産の感応度が更新後

の負債のそれよりも高くなるため、純利息収入は増加する。資産／負債の感応度については、純利息収入の

シミュレーションで考慮される更新がストックを過大に補填している。

会計の観点からヘッジが効果的でないことが判明した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの業績

は、金利変動（上昇および低下両方）の影響を受ける可能性がある。

最後に、ここ数ヶ月続いている金利低下の中で、新規住宅ローンの金利まで低下すると、固定金利ローン

の期限前返済が増加し、クレディ・アグリコル・エス・エーは悪影響を受ける可能性がある。また、フラン

スの政治的不確実性は、中長期的な市場資源コストを増加させ、純利息収入に影響を与える可能性がある。

 

(注1)　パススルー率とは、市場金利の変動に対する対顧客レートの感応度をいう。

(注2)　使用される金利ショックは、規制シナリオの経済価値分析（すなわちユーロ圏および米国では+/-200ベーシス・

ポイント、スイスでは+/-100ベーシス・ポイント）、および純利息収入分析（+/-50ベーシス・ポイントの均一

なショック）に相当する。

(注3)　株式および固定資産を除く現在の貸借対照表の正味現在価値。

 

c）市況が悪化すると、クレディ・アグリコル・エス・エーの保険、資産運用、資産サービシング、ブローカ

レッジ業務およびその他の業務による収益は減少するおそれがある

 

2024年度の市場環境の特徴は、不確実な市場における顧客のリスク回避であった。このような環境にもか

かわらず、活動の多様性と、市況に適応したソリューションで顧客をサポートできたおかげで、クレディ・

アグリコル・エス・エーの資産運用および資産管理、保険ならびに資産サービシング業務からの収益は、

2024年度に増加した。2024年12月末現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益
(1)

のうちこれらの業務

から生じたものは、それぞれ17％、10％および7％を占めている。アムンディの運用資産は2024年12月31日現
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在2,240十億ユーロで、クレディ・アグリコル・アシュランスの運用資産は2024年12月31日現在347十億ユー

ロであった。

しかしながら、金融市場が下落している環境では、資産運用、保険、資産サービシング、および資産管理

からの収益が、マイナスの影響を受ける可能性がある。資産運用会社および資産管理業務にとっては、収益

の一部は、運用資産ならびに当該取引に関連する受取報酬および手数料に基づく、運用手数料に直接関連し

ている。市場が低迷すると、運用資産の総価値は下落し、運用手数料からの収益の減少につながる可能性が

ある。保険会社にとっては、市場の低迷は株式や債券など金融商品の投資価値の下落につながり、保険会社

の収益に影響を与える可能性がある。最後に、金融サービス業務からの収益も、資産運用会社の顧客ポート

フォリオの価値の低下によってマイナスの影響を受ける可能性がある。

その上、金融情勢および経済情勢は、クレディ・アグリコル・エス・エーが証券引受、財務アドバイザ

リー業務ならびにその他の法人営業および投資銀行業務を提供する取引の数および規模に影響を与える。し

たがって、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益（これらのサービスの受取報酬および手数料を含

む。）は、クレディ・アグリコル・エス・エーが関与する取引の数および規模に直接関連しており、市場活

動の低下によって直接の影響を受け得る。

さらに、市況の悪化がなくても、クレディ・アグリコル・エス・エーの集団投資の引受けおよび生命保険

商品の実績が市場を下回った場合、引出しが増加してインフローが減少することによってクレディ・アグリ

コル・エス・エーが資産運用および保険業務から受け取る収益も減少する。

 

(注1)　コーポレート・センター部門を除く収益（参考値）。

 

d）クレディ・アグリコル・エス・エーの有価証券ポートフォリオおよびデリバティブ・ポートフォリオの帳

簿価額ならびにクレディ・アグリコル・エス・エーの自己債務を調整した場合、当期純利益および株主

持分に影響が生じるおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの有価証券、デリバティブおよび一部のその他の資産の帳簿価額、な

らびに貸借対照表上の自己債務は、各財務書類の作成日付で調整される。帳簿価額調整額は、とりわけクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの自己債務に内在する信用リスクおよび債券株式市場における価値の変動を

反映している。調整の大部分は、一会計期間中のクレディ・アグリコル・エス・エーの資産または負債の公

正価値の変動に基づいて行われ、変動は損益計算書か、または株主資本に直接計上される。損益計算書に計

上された変動は、その他の資産の公正価値の逆の変動によって相殺されない範囲で、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの連結当期純利益に影響する。公正価値調整は、すべて株主資本に影響し、その結果として

クレディ・アグリコル・エス・エーの自己資本比率にも影響する。公正価値調整は一会計期間につき計上さ

れるが、これはその後の期間に追加の調整を要しないことを意味しない。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーが保有する発行済債務証券は、総額124.7十億

ユーロであった。信用リスクによる蓄積された減損、準備金およびマイナスの公正価値調整合計は、177百万

ユーロであった。

また、クレディ・アグリコル・アシュランスは、負債コミットメント、特に保険契約者に付与された保証

（主としてユーロ建ての契約（ユニット・リンク契約および投資信託を除く。）および個人向けリスク保

険。「リスク管理」－2.7.「保険部門のリスク」の項を参照。）に対応する債券ポートフォリオを保有して

おり、これによっても損益計算書または株主資本に直接計上される帳簿価額調整が発生する。

 

e）クレディ・アグリコル・エス・エーは市場価額の変動および様々な市場指標の変動に関連するリスクにさ

らされている
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クレディ・アグリコル・エス・エーの事業は、金融市場の状況によって重大な影響を受け、フランス、欧

州、およびクレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う世界中のその他の地域における現在のおよび予

想される将来の経済情勢によって影響を受ける。市場、経済または地政学的状況が悪化すると、金融機関の

業務環境は厳しくなるおそれがある。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーのエクスポージャー

が大きいリスクには、金利、株価、外国為替、債券発行（クレディ・アグリコル・エス・エーの債券を含

む。）に適用されるプレミアム、および石油の価格の変動が含まれる。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、これらのリスクに関する潜在的損失を測定するためにバリュー・

アット・リスク（VaR）モデルを使用している（詳細は2.「リスク管理」2.5.「市場リスク」の項を参

照。）。2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーのVaRは13百万ユーロであった。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2.「リスク管理」2.5.Ⅲ.「市場リスクの測定および監視方法」

および2.5.Ⅳ．「エクスポージャー」にそれぞれ記載および定量化されているとおり、極端な場合における

潜在的なエクスポージャーを定量化するためのストレス・テストも行っている。これらの方法は、将来の市

況とは大きく異なる可能性のある仮定または過去のアプローチに基づいている。したがって、極端なシナリ

オにおけるクレディ・アグリコル・エス・エーの市場リスク・エクスポージャーは、定量化方法によって予

測したエクスポージャーを上回るおそれがある。

クレディ・アグリコル・エス・エーがさらされる市場リスクに関するリスク加重資産（RWA）の合計は、

2024年12月31日現在11.7十億ユーロであった。

さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ソーシャル・ネットワーキング・プラットフォームを通

じた投資家の協調行動によって特定の発行体または特定の商品の株価を吊り上げることで生じる市場の潜在

的ボラティリティの影響を受けやすい。これらの活動は、クレディ・アグリコル・エス・エーの株式がター

ゲットであるか否かにかかわらず、評価に関する不確実性を生み、予測不可能な市況につながり、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびその取引相手先に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

f）クレディ・アグリコル・エス・エーは株式保有に関連して損失を被ることがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、主として上場株式のマーケット・メイキングおよびトレーディン

グ活動に関連して、ならびにプライベート・エクイティ業務、ならびに支配権を行使しその戦略に影響を与

える目的である企業の戦略的株式投資を取得する取引に関連して、保有する株式の価値低下リスクを負う。

戦略的持分の場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの支配度は限定的である場合もあり、当該事業体の

他の株主または経営陣との意見の相違により、クレディ・アグリコル・エス・エーの当該事業体の方針に対

する影響力にマイナスの影響が生じる可能性がある。クレディ・アグリコル・エス・エーの保有する株式の

価値が大幅に下落した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、連結財務書類に公正価値調整額または

資産減損費用を計上しなければならない場合があり、その場合は経営成績および財務状態にマイナスの影響

が生じるおそれがある。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは資本性金融商品を73.7十億ユーロ保有してお

り、うち38.9十億ユーロは純損益を通じて公正価値で記録されていた。このうち28.7十億ユーロは売買目的

で保有され、6.1十億ユーロは資本を通じて公正価値で認識されていた。

 

g）クレディ・アグリコル・エス・エーは金利および為替レートの変動に関連する損失のリスク、ならびに借

換市場の低迷が長期化した場合の流動性資源の減少リスクを抑制するために、資産および負債の適切な

管理を確保しなければならない

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産と負債の間で満期、金利または通貨が一致しないリスクにさ

らされている。クレディ・アグリコル・エス・エーの資産および負債の多くは支払時期やフローは変動する

可能性があり、不確定である。クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産と負債に係るリスクの監督、モ
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デル化およびヘッジのために各種プロセスを実施し、流動性リスク、金利リスク、外国為替リスクの管理手

続の一環として資産・負債ギャップに厳しい制限を設けている。しかしながら、これらの資産と負債の不一

致に起因する潜在的損失を排除する上でこれらの措置が十分に有効である、という確証はない。

流動性リスクは、より厳格な監督および多様化された管理の対象でもある。ただし、借換市場が閉鎖され

た場合には、クレディ・アグリコル・エス・エーは多額の余剰流動性準備金および規制流動性比率に依存で

きるため、クレディ・アグリコル・エス・エーはいかなる流動性危機にも長期間にわたって対処することが

できる。2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは以下を計上した。

■　全体で473十億ユーロと非常に多額の流動性準備金。このうち150十億ユーロは非常に質の高い有価証券

で、中央銀行に即座に拠出したり、資産を売却せずに中央銀行との買戻条件付契約に利用したりでき

る。

■　145.3％
(1)

のLCR（流動性カバレッジ比率－流動性リスク特性の短期的回復力を確保するための規制上の

健全性比率）。これは、規制上の最低ライン100％より高く、2025年度中期計画に基づく目標110％を上

回る。

■　112.8％のNSFR（安定調達比率－流動性リスク特性の長期的な信頼性を確保するための規制上の健全性比

率）。これは、規制上の最低ラインより高く、2025年度中期計画に基づく目標100％を上回る。

 

(注1)　2024年12月末現在の平均LCR。

 

h）クレディ・アグリコル・エス・エーのヘッジ戦略はすべての損失リスクを排除できない可能性がある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが事業に伴う各種リスク・エクスポージャーをヘッジするために用い

る商品または戦略が有効でない場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは損失を被るおそれがある。これ

らの戦略の多くは、過去のトレーディング・パターンおよび相関関係に基づいている。たとえば、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが資産のロング・ポジションを保有している場合、過去の実績としてショー

ト・ポジションの変動がロング・ポジションの価値変動を相殺してきた資産のショート・ポジションを取る

ことで、当該ポジションをヘッジすることができる。しかしながら、将来のあらゆる市場環境における、ま

たはあらゆるリスクタイプに対するリスク・エクスポージャーに対しては、クレディ・アグリコル・エス・

エーは部分的にしかヘッジされず、またこれらの戦略もかかるリスク・エクスポージャーの軽減策としては

十分に有効ではない可能性がある。ボラティリティや市場構造の急な変化など、予想外の市場の動きも、ク

レディ・アグリコル・エス・エーのヘッジ戦略の効果を減少させる可能性がある。また、効果のないヘッジ

により損益が計上される方法によって、クレディ・アグリコル・エス・エーの報告利益がさらに変動する可

能性がある。

2024年12月31日現在、クレジット・デリバティブの形で購入したプロテクションの想定元本は2.3十億

ユーロ（2023年12月31日現在は4.2十億ユーロ）で、ショート・ポジションの想定元本はゼロ（2023年12月31

日現在も同じ）であった。

 

1.3　業務リスクおよび関連リスク

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの業務リスクおよび関連リスクには、法令違反リスク、法的リスクお

よび業務委託サービスから発生するリスクが含まれる。

2022年度から2024年度までの期間におけるクレディ・アグリコル・エス・エーの業務リスクの発現は、次

のように分類される。「実行、受渡しおよびプロセス管理」分野は業務損失の32％、「顧客、商品および取

引慣行」分野は業務損失の27％、「外部不正行為」分野は業務損失の29％を占めた。その他の業務リスクの

発現は、雇用および安全性業務（4％）、内部不正行為（4％）、事業の中断およびシステム障害（2％）、な

らびに物的資産に対する損害（1％）に分類できる。
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また、クレディ・アグリコル・エス・エーがさらされる業務リスクに関するリスク加重資産（RWA）は、

2024年12月31日現在42十億ユーロであった。

 

a）クレディ・アグリコル・エス・エーは不正リスクにさらされている

 

不正とは、特に法律、規制または内部ルールに違反することで行われる、個人または組織に損害を与え、

有形または無形の利益を得ることを目的とする犯罪であり、意図的な行為である。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーにおける不正行為による損害は、計上日現在

108百万ユーロであった。これは、2023年度（102百万ユーロ）と比べると6％の増加であった。

消費者金融、フランス国内リテール・バンキング（LCL）および国際リテール・バンキングは、不正行為

による損害全体の69％を占めていた。

不正行為による損害の内訳は、以下のとおりである。

■　なりすましおよび文書の不正：56％

■　支払手段の不正（電子決済、振替および小切手）：8％

■　窃盗：22％

■　その他：14％

不正行為は、クレディ・アグリコル・エス・エーにとって損失であり、多大なコストがかかる。業務上の

損失や評判の失墜という影響以外にも、今日では不正行為は、マネー・ロンダリングやテロリストの資金調

達スキームの一部となるおそれがある。したがって、リスクは業務上のものだけでなく規制上のものもあ

る。特定の不正行為は、Tracfinへの疑わしい取引報告の対象となり得る。このような観点から、ガバナン

ス、予防、検知、および処理の強化が不可欠である。

 

b）クレディ・アグリコル・エス・エーは自行および第三者の情報システムの安全性および信頼性に関するリ

スクにさらされている

 

テクノロジーはフランスの銀行業務の中心をなし、クレディ・アグリコル・エス・エーは引き続き、顧客

との長期的な関係の一環としてそのマルチチャネル・モデルを展開し続けている。これに関連して、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーはサイバー・リスクにさらされている。これは、企業、その従業員、取引相

手および顧客に重大な損失を与える目的で、データ（個人、銀行／保険、技術または戦略的データ）、手続

およびユーザーを操作しようと電子的に犯された悪意ある行為および／または不正行為に起因するリスクで

ある。サイバー・リスクは、業務リスクの分野において最優先事項となっている。企業のデータ資産は、新

たな、複雑かつ進化する脅威にさらされており、かかる脅威はあらゆる企業、特に金融機関の企業の財政お

よび評判に重大な影響を与えるおそれがある。サイバー攻撃の背後にある犯罪集団がますます高度化してい

ることから、規制当局および監督当局は、この分野におけるリスク管理の重要性を強調し始めている。

大多数の他行と同様、クレディ・アグリコル・エス・エーは、業務の遂行において当行グループの通信シ

ステムおよび情報システムに大きく依存している。これらのシステムのセキュリティ障害または妨害または

侵害が発生すれば、顧客関係管理、総勘定元帳、預金、債権回収および／またはローン組成システムの障害

または中断につながるおそれがある。たとえば、仮にクレディ・アグリコル・エス・エーの情報システムに

短時間でも障害が発生した場合、ある顧客のニーズに適時に応えられず、したがって事業機会を失うおそれ

がある。同様に、クレディ・アグリコル・エス・エーの情報システムが一時的に停止した場合、バックアッ

プ回復システムおよび危機管理計画を有していたとしても、情報の検索および照合に巨額の費用を要するお

それがある。クレディ・アグリコル・エス・エーは、かかる障害または中断が起こらない、または仮に起

こったとしても適切に対処できる、と保証することはできない。障害または中断が発生すれば、財務状態お

よび経営成績にマイナスの影響が生じるおそれがある。
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クレディ・アグリコル・エス・エーは、決済代理人、為替市場、清算機関、信託機関、またはクレディ・

アグリコル・グループが証券取引を実行または支援するために使用するその他の金融仲介機関もしくは外部

のサービス・プロバイダーのいずれかに機能障害または中断が発生するリスクにもさらされている。また、

クラウド・データ保管会社等、外部の情報技術サービス・プロバイダーに障害が発生するリスクもある。顧

客との相互接続性が高まり、クレディ・アグリコル・エス・エーは、顧客の情報システムに機能障害が発生

するリスクにも、これまで以上にさらされる可能性がある。またクレディ・アグリコル・エス・エーの通信

システムおよび情報システム、ならびにその顧客、サービス・プロバイダーおよび取引相手先の通信システ

ムおよび情報システムは、サイバー犯罪またはサイバー・テロにより障害または中断に直面する可能性があ

る。クレディ・アグリコル・エス・エーは、自行もしくは他者のシステムの障害もしくは中断が発生しな

い、または仮に発生したとしても適切に解決できる、と保証することはできない。2022年度から2024年度ま

での期間において、業務の混乱およびシステム障害のリスクによる業務損失は、業務損失全体の3％から5％

を占めた。

 

c）クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク管理政策、手続および手法は、未知または予想外のリスクに

対するエクスポージャーを実際に削減するため有効かつ十分ではない場合があり、重大な損失につなが

るおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク管理政策、手続、テクニックおよび戦略は、予想されるあら

ゆる経済環境および市場構成において、リスク・エクスポージャーの効果的な削減を保証できない可能性が

ある。これらの手続および手法は、一部のリスク、具体的にはクレディ・アグリコル・エス・エーがこれま

で特定または予測していないリスクに対して、有効ではない可能性がある。クレディ・アグリコル・エス・

エーがリスク管理に使用する定性的ツールおよび測定基準の中には、過去に見られた市場およびプレーヤー

の行動または経済変数のデータに基づくものがある。クレディ・アグリコル・エス・エーは、リスク・エク

スポージャーを評価する際、かかる市場行動のデータに統計的およびその他の手法を適用している。かかる

手法および測定基準は、クレディ・アグリコル・エス・エーの将来のリスク・エクスポージャーを予測でき

ない可能性がある。そのようなリスク・エクスポージャーは、たとえば、統計的モデルにおいて、予測また

は正しく評価できなかった要因または前例のない市場の動きから発生するおそれがある。このことはリスク

管理能力を限定化し、業績に影響する。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーの損失は、過去に

基づく測定で予測したものより大幅に増加するおそれがある。

また、現行のIFRS基準に基づく予想信用損失等、クレディ・アグリコル・エス・エーがリスクを見積る際

に使用するプロセスのいくつかは、複雑な分析と、不正確な評価につながるおそれのある要因の両方に基づ

いている。クレディ・アグリコル・エス・エーが使用する定性的モデルおよび定量的モデルはいずれも包括

的ではない可能性があり、クレディ・アグリコル・エス・エーに重大なまたは不測の損失が発生するおそれ

がある。これまで重大な問題は確認されていないが、リスク管理システムは、不正を含む運用上の障害リス

クにもさらされている。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、過去の損失および中長期の想定損失に基づ

く先進的計測アプローチ（AMA）によって計算された1.9十億ユーロ、ならびに標準的アプローチ（TSA）を使

用した1.4十億ユーロを含め、業務リスクをカバーするために3.4十億ユーロの規制健全性資本要件を有して

いた。

 

d）クレディ・アグリコル・エス・エーの評判が損なわれた場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業

にマイナスの影響が生じるおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの事業は、法令遵守および倫理行動に関する確固たる評判の維持に大

きく依存している。クレディ・アグリコル・エス・エーが法令遵守または類似の問題に関する法的手続の当
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事者となり、または悪評の対象となった場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの評判に影響を及ぼし、

事業にマイナスの影響が生じるおそれがある。これらの問題は、具体的には、利益相反の可能性のある不適

切な取引の可能性、法律上および規制上の要件の不正確な監視の可能性、競争に関する問題、倫理問題、社

会的および環境的責任、マネー・ロンダリング、情報セキュリティ政策、ならびに販売およびトレーディン

グ慣行等が含まれるが、これらに限定されない。クレディ・アグリコル・エス・エーは、特に社会的および

環境的責任の観点から、第三者が作成または送信するデータに依存する可能性があり、当該第三者のデータ

に対する信頼性の保証が確立していない状況では、当該分野における特定のリスクにさらされる可能性があ

る。また、クレディ・アグリコル・エス・エーの評判は、従業員の不正行為、金融仲介機関による詐欺もし

くは横領、または第三者プロバイダー、外部代理人、および下請業者によるその他の行為や不正行為、もし

くは過失によっても損なわれるおそれがある。クレディ・アグリコル・エス・エーの評判が損なわれれば、

事業損失となり、利益および財務状態に影響が生じるおそれがある。これらの問題に適切に対処できなけれ

ば、さらなる法的リスクが生じ、訴訟や紛争の件数が増加し、クレディ・アグリコル・エス・エーに罰金ま

たは規制上の制裁が科されるおそれがある。

評判リスクはクレディ・アグリコル・エス・エーにとって重要な要素であり、クレディ・アグリコル・グ

ループの法令遵守部門およびクレディ・アグリコル・エス・エーの関係子会社の法令遵守部門によって管理

されている。同部門は特に、マネー・ロンダリングの防止、テロリストへの資金供与との闘い、不正および

贈収賄の防止、禁輸および資産凍結義務の遵守、ならびに顧客データの保護により、法令違反リスクを特に

防止および統制する。

 

e）クレディ・アグリコル・エス・エーは、法的、仲裁または規制手続の結果、より多額の損害賠償金または

罰金を支払うリスクにさらされている

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、過去に重大な法的手続（集団訴訟を含む。）、仲裁および規制手

続の当事者となっており、今後もなる可能性がある。これらの手続においてクレディ・アグリコル・エス・

エーに対して不利な決定がなされた場合、多額の損害賠償金、罰金および違約金を支払わなければならない

可能性がある。クレディ・アグリコル・エス・エーが当事者となっている法的手続および規制手続には、市

場ベンチマークの操作に関する通謀、国際制裁違反、統制不足およびその他の事項に関する問題が含まれ

る。クレディ・アグリコル・エス・エーは、多くの場合、適切な防御を有するが、法的手続または規制手続

の結果が最終的には有利となったとしても、多額の費用を負担し、自行の利益を守るために多額の資金を充

てなければならない可能性がある。クレディ・アグリコル・エス・エーにおいて進行中の法的手続、仲裁手

続または行政手続に伴うリスクの変化に関する詳細は、下記「2．リスク管理」における「2.9　法的リスク

の変化」の項を参照。

事業部門として組織された法務部門は、主に2つのことを目標としている。民事、懲戒または刑事を問わ

ず、紛争および債務を引き起こし得る法的リスクを統制すること、ならびに事業体が業務を遂行できるよう

必要とする法的サポートを提供することである。

2024年12月31日現在の法的リスク引当金は334百万ユーロであった（2023年12月31日現在は344百万ユー

ロ）。

 

f）クレディ・アグリコル・エス・エーは、その業務が国際的であることから、法的リスクおよび法令遵守リ

スクにさらされている

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、その業務が国際的であることから、外国事業に内在するリスクに

さらされている。具体的には、クレディ・アグリコル・エス・エーが事業を行う各国における業務に適用さ

れる複数の、大抵は複雑な法令（現地の銀行法令、内部統制および開示の要件、データの機密性に関する制

約、欧州、米国および現地のマネー・ロンダリング防止および贈収賄防止法令、国際制裁ならびにその他の

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

  97/1736



規則および要件等）を遵守する必要性などである。これらの法令に違反した場合、クレディ・アグリコル・

エス・エーの評判が損なわれ、訴訟が提起され、民事罰則もしくは刑罰が科され、または事業に重大なマイ

ナスの影響が生じるおそれがある。

たとえば、2015年10月、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社クレディ・アグリコル・

コーポレート・アンド・インベストメント・バンクは、米国経済制裁の対象国との米ドル建取引に関して調

査を行っていた米国連邦およびニューヨーク州の当局と、合意に達している。この合意の対象となる事象

は、2003年度から2008年度までに行われた。米国連邦およびニューヨーク州の当局の調査に協力していたク

レディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクおよびクレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、合計787.3百万米ドル（692.7百万ユーロ）の罰金を支払うことに同意した。

これらの法令を確実に遵守するための政策が施行され絶えず改善されてはいるが、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーのすべての従業員、サービス・プロバイダーまたは請負業者がその政策に従う、またはかか

るプログラムがすべての違反を防止するのに十分である、と保証することはできない。クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの政策に違反した取引が確認され、罰則が科される可能性は排除できない。またクレディ・

アグリコル・エス・エーは、国際的な業務を有する一部の事業体については出資のみを行っており、直接的

または間接的に支配しているとは限らないため、当行グループの内部政策および手続の遵守を求めるのは一

層困難になる可能性がある。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、46ヶ国において業務を行っていた。この連

結範囲には、親会社であるクレディ・アグリコル・エス・エー、ならびにその子会社および支店が含まれて

いるが、売却目的および非継続事業、ならびに持分法適用会社は含まれない。2024年度中、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの収益（連結会社間の処分を除く。）の67％は、主要な2ヶ国（すなわちフランスおよび

イタリア）から生じていた。

 

1.4　クレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う環境に関するリスク

 

a）金利の上昇および／または大幅な変動と急激な経済減速は、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業活

動、業務および財務業績にマイナスの影響を及ぼす可能性がある

 

不確実で紛争の多い世界経済環境や地域・国家の動向は、経済環境に悪影響を及ぼすリスクに満ちてお

り、その結果、インフレ率と金利は上昇圧力を、成長率は下降圧力を受けている。

■　コロナ後の回復期には、インフレ率と成長率の変動と、中央銀行の金利動向が同調した。しかし、予想

を上回る堅調な米国経済と、2023年度に停滞した後も回復に苦慮している西欧経済との間には、乖離が

広がっている。このような乖離傾向は、トランプ政権によってさらに悪化する可能性がある。

■　ドナルド・トランプ大統領の経済計画からは、米国の成長率がやや強い（減税、規制緩和）一方で、イ

ンフレ率が上昇する（関税、反移民法）ことが予測される。このシナリオは、依然として各種措置の範

囲と時期次第ではあるが、それでもなお大きなリスクを伴う。すなわち、米国のインフレ圧力と中央銀

行の政策金利引下げは、世界の他の地域の金融緩和を制約する可能性があり、保護貿易主義の増加は世

界経済の成長に大きな影響を与え、また一方では金融のボラティリティに、他方では貯蓄に対する様子

見の姿勢につながる可能性のある可視性の欠如は、消費、投資、および成長に悪影響を及ぼすおそれが

ある。

■　より一般的には、地政学的動向、特に先行きが依然として極めて不透明なウクライナ戦争、中東におけ

る紛争およびその拡大の可能性、また中国と米国の間の緊張は、世界経済、特に世界貿易およびサプラ

イ・チェーン、ひいては特に商品または主要部品の価格に対するリスクを意味する。

■　より構造的な意味では、新型コロナウイルスによる危機とそれに続く地域的な武力紛争は、敵対的な権

力や単一のサプライヤーに依存しないために、国際安全保障上の懸念や、主権、戦略的部門の維持、主

要な供給源の保護という大きな問題を明確に浮かび上がらせた。加速する気候変動への挑戦と相まっ
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て、国家の産業戦略の進展、保護貿易主義の台頭、および関税の賦課は、グローバル・バリュー・

チェーンの経済的再構成をもたらしている。こうした動きは、さらなる価格の緊張を生み、関係する経

済セクターやプレーヤーを不安定にする可能性が高い。

■　天候不順もまた、供給困難を引き起こし、世界貿易を混乱させる可能性がある。干ばつ、火災、洪水、

さらには厳しい冬などの気候事象は、価格競争の再燃につながるおそれがある。

■　最後に、より具体的には、フランスの政治動向により、フランス国債（OAT）の金利とドイツ国債（ドイ

ツのソブリン債）の金利差が拡大し、ボラティリティが高まる可能性が高く、その結果フランスの金利

は上昇すると予測される。また、政治的不確実性も、経済プレーヤーの様子見の姿勢につながり、経済

活動を減速させる可能性がある。

インフレ率の上昇リスク（特に川上）は、中央銀行が既に実施または想定している金融緩和を妨げ、金利

上昇を促進し、家計の購買力を低下させ、企業状況を悪化させるおそれがある。企業の倒産は、徐々に通常

に戻りつつあるが、倒産件数は予想を上回る早さで増加し、失業率の上昇につながるおそれがある。特に不

動産セクターは、金利に非常に敏感であり、不動産ローンの金利の下落が止まるか、または金利が上昇すれ

ば、不動産セクターにとって打撃となる。（特に脆弱な成長を考慮すると）高金利が続き、経済プレーヤー

の信頼が低下すれば、危機が深刻化し、経済により広範な影響を与えるおそれがある。こうした様々な要因

は、クレディ・アグリコル・エス・エーの顧客の債務不履行リスクを増大させるだけでなく、金融不安や金

融市場の低迷のリスクも増大させ、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業活動やリスク費用に影響を与

える。

また、金利の急速な上昇や金利水準の高止まりは、一部の主要な経済プレーヤー、特に負債を多く抱える

経済プレーヤーに困難をもたらす可能性がある。債務返済が困難になり、債務不履行に陥れば、市場に大き

なショックを与え、システミックな影響を及ぼすおそれがある。大規模なショックによって弱体化した、よ

り読みにくい状況では、重要なプレーヤーの困難に関連するような出来事は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーのエクスポージャーとショックのシステミックな影響によっては、クレディ・アグリコル・エス・

エーの財務の健全性を損なう可能性がある。

■　2024年12月31日現在、インフレおよび高金利に対して「センシティブ」とみなされる部門に対するクレ

ディ・アグリコル・エス・エーのエクスポージャーは、次のとおりである。(a)不動産（住宅ローンを除

く。）。EAD（債務不履行時エクスポージャー
(1)

）は29.4十億ユーロで、うち債務不履行は1.8％であ

る。(b)自動車。EADは24.4十億ユーロで、うち債務不履行は0.8％である。(c)食品以外の商品およびリ

テール。EADは19.1十億ユーロで、うち債務不履行は4.3％である。(d)建設および公共工事。EADは9.1十

億ユーロで、うち債務不履行は1.6％である。

 

(注1)　取引相手先の債務不履行時におけるクレディ・アグリコル・エス・エーのエクスポージャー。EADには、オンバラ

ンスシート・エクスポージャーおよびオフバランスシート・エクスポージャーが含まれる。オフバランスシー

ト・エクスポージャーは、内部または規制当局の換算係数（ドローダウン・シナリオ）を使用してオンバランス

シート・エクスポージャーと同等に変換されている。

 

b）不利な経済・金融情勢は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・エス・エー

が事業展開する市場に影響を及ぼしており、今後も及ぼす可能性がある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う市場の景気が悪化すれば、次に述べる影響のいずれか1

つまたは複数が生じるおそれがある。

■　経済情勢がより不利になれば、クレディ・アグリコル・エス・エーの顧客の事業および業務に影響を与

え、収益が減少し、貸出金およびその他の債権のデフォルト率が上昇するおそれがある。

■　実際のまたは予測される経済情勢に対応して採用されたマクロ経済政策は、意図しない効果を有するこ

とがある。これにより、金利および為替レート等の市場パラメータに影響する可能性が高く、それに
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よってクレディ・アグリコル・エス・エーの事業のうち市場リスク・エクスポージャーの大きなものに

影響が生じるおそれがある。

■　一般に、または特定の事業部門において有利な経済情勢が認識され、見境のない利益追求がなされる

と、資産価格バブルが起こり、情勢が有利ではなくなったり、リスク回避が明らかになったりしたとき

に是正の影響を増幅させるおそれがある。

■　経済の広範な混乱（2008年の世界金融危機、2011年の欧州ソブリン債務危機、2020年の新型コロナウイ

ルスによる危機、または2022年のウクライナ戦争とそれが引き起こしたエネルギー危機等）は、特に市

場の流動性がなくなると特定のカテゴリの資産を見積り市場価額でまたは価額にかかわらず処分できな

くなるため、クレディ・アグリコル・エス・エーのすべての業務に深刻な影響を与えるおそれがある。

■　より一般的には、国際経済リスクまたは地政学的リスクは、国、セクター、バリュー・チェーン、企

業、ひいては当行の事業に対して急激に発現し、短期的または長期的に重大なマクロ経済的影響を与え

る可能性がある。たとえば、ウクライナ戦争の行く末、中東紛争の拡大に関連する不確実性、または米

国と中国との間の緊張の高まり（特に技術分野において経済のデカップリング（切り離し）を望んでい

ること）により、複数のシナリオが生まれ、貿易戦争および制裁、台湾周辺および南シナ海における軍

事的緊張、または核リスクさえも含む、数々のリスクが誘発されるおそれがある。

■　債券、株式およびコモディティの価格の下落は、特にトレーディング、投資銀行および資産運用収益

等、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業のかなりの部分に影響を与えるおそれがある。

■　より一般的には、不確実性が増したり市場が大きく混乱したりすると、ボラティリティが高まる可能性

がある。これは、クレディ・アグリコル・エス・エーの債券、外国為替、コモディティおよび株式市場

におけるトレーディングおよび投資活動、ならびにその他の投資におけるポジションに重大な悪影響を

及ぼすおそれがある。近年、金融市場は大規模な混乱とボラティリティを経験しており、これらは再発

生する可能性があり、クレディ・アグリコル・エス・エーは重大な損失を被るおそれがある。このよう

な損失は、スワップ、フォワード、先物、オプションおよびストラクチャード商品など、クレディ・ア

グリコル・エス・エーが利用する多くのトレーディングおよびヘッジ手段に拡大する可能性がある。さ

らに、金融市場のボラティリティによって、トレンドの予測や効果的なトレーディング戦略の実施が困

難になっている。

不確実性は引き続き高い中、経済情勢がさらに悪化すると、企業の財政難や破綻が増加し、失業率は再び

上昇を始め、顧客のデフォルト率が上昇するおそれがある。経済、地政学および気候の不確実性が増せば、

リスク資産の評価、危機に陥った国の通貨、およびコモディティの価格に、次のような大きなマイナスの影

響が生じるおそれがある。

■　未曾有の外生的ショックが相次ぎ、経済状況の評価が困難であった場合、中央銀行の進める金融政策が

適切ではない可能性がある。金融緩和が遅れたり慎重であったりした場合、過度に制限的な政策とな

り、経済活動の顕著な後退が促進されるおそれがある。

■　政治的および地政学的状況－葛藤が増し緊迫化している－によって不確実性が増し、リスク全体のレベ

ルが上昇する。緊張が高まった場合または潜在リスクが実現した場合、結果として市場が大幅に変動し

たり経済にマイナスの影響が生じたりするおそれがある。

■　フランスにおいては、政治的または社会的状況が一層著しく悪化した場合に信頼感が大幅に損なわれる

おそれがある。そうなれば、一般家庭は万一に備えて消費を減らして貯蓄を増やそうとし、企業は投資

を先延ばしにすることで成長が妨げられ、欧州の他国より増加している民間債務の質が悪化するおそれ

がある。

■　フランスにおいては、成長率の鈍化および多額の公的債務を背景に、政治的不確実性に社会的緊張が相

まって、信頼感および投資家にマイナスの影響が生じ、金利のさらなる上昇ならびに政府、企業および

銀行の借換費用の一層の増加を引き起こすおそれがある。また、銀行および保険会社のソブリン・ポー

トフォリオにも損失を生じさせるおそれがある。フランスのソブリン・リスクに対するクレディ・アグ

リコル・エス・エーのエクスポージャーは、2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エー
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の信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーの3％未満に相当する52.5

十億ユーロであった。

現在の経済バランスと金融バランスは脆弱で、不確実性は高いままである。このため、経済または金融の

変化を予測したり、大幅に悪化した場合にどの市場が最も重大な影響を受けるかを判断したりすることは困

難である。（フランス、欧州、または世界のいずれであれ）経済情勢または市況が悪化し、またはより著し

く不安定になった場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの業務は混乱し、結果として事業、業績および

財務状態に重大なマイナスの影響が生じるおそれがある。

 

c）クレディ・アグリコル・エス・エーは厳しく規制された環境で業務を行っており、その収益性および財務

状態は現行の法律および規制の変化によって重大な影響を受けるおそれがある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う管轄において、クレディ・アグリコル・エス・エーには

様々な規制および監督制度が適用される。

たとえば、かかる規制は具体的には以下に関連する。

■　金融機関に適用される健全性規制要件。適合性要件または最低資本要件ならびに流動性要件に関する健

全性要件、リスクの分散、ガバナンス、(ⅰ)金融機関および投資会社の健全性要件に関する2013年6月26

日付欧州議会および欧州理事会規則（EU）第575/2013号（随時の改正または補足を含む。）ならびに

(ⅱ)金融機関の業務ならびに金融機関および投資会社の健全性規制要件に関する2013年6月26日付欧州議

会および欧州理事会指令第2013/36/EU号（随時の改正または補足を含む。）をフランス法に置き換えた

ものなどの定義による株式投資および報酬に関する制約を含む。これらの規制に基づき、クレディ・ア

グリコル・エス・エーのような金融機関、およびクレディ・アグリコル・グループのような銀行グルー

プは、とりわけ自己資本比率の最低要件、リスクの分散および流動性、金融政策、報告／開示に関する

要件、ならびに株式投資に関する制約を遵守しなければならない。2024年12月31日現在、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの段階的適用ベースの普通株式等Tier 1資本（CET1）比率は11.7％、クレディ・

アグリコル・グループでは17.2％であった。

■　(ⅰ)金融機関および投資会社の再建および破綻処理の枠組みを策定する2014年5月15日付欧州議会および

欧州理事会指令第2014/59/EU号（随時の改正または補足を含む。）をフランス法に置き換えたもの（以

下「BRRD」という。）、ならびに(ⅱ)単一破綻処理メカニズムおよび単一破綻処理基金の枠組みにおい

て金融機関および一部の投資会社の破綻処理に関する統一規則および統一手続を定める2014年7月15日付

欧州議会および欧州理事会規則（EU）第806/2014号（随時の改正または補足を含む。）などの定義によ

る、銀行の再建および破綻処理に適用されるルール、したがって、クレディ・アグリコル・エス・エー

は、ECBの監督下に置かれており、ECBに対しては特に、適用ある規則に従って毎年クレディ・アグリコ

ル・グループの再建計画を提出している（詳細は下記「2．リスク管理」の項を参照。）。

■　金融商品（クレディ・アグリコル・エス・エーが発行する株式およびその他の有価証券を含む。）に適

用される規則、ならびに財務報告、情報開示および市場濫用に関するルール（市場濫用に関する2014年4

月16日付欧州議会および欧州理事会規則（EU）第596/2014号、これは透明性および報告に関するクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの義務を特に増加させる。）。

■　中央銀行および規制当局による金融、流動性、金利ならびにその他の政策。

■　デリバティブおよび証券金融活動ならびにマネー・マーケット・ファンド等、特定の種類の取引および

投資について規定する規則（店頭デリバティブ、清算機関および取引情報蓄積機関に関する2012年7月4

日付欧州議会および欧州理事会規則（EU）第648/2012号）。

■　取引プラットフォーム、中央決済機関、中央証券預託機関および証券決済システム等、市場インフラ規

制。

■　企業の社会的・環境的責任（CSR）に適用される規制であり、特に（ⅰ）持続可能性について、CSR問題

に関わる機関の活動の影響ならびにかかる問題が当該機関の業績および財務状態にどう影響するのか
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を、特定の種類の事業体の年次財務諸表、連結財務諸表および関連報告書に関する2013年6月26日付欧州

議会および欧州理事会指令（EU）第2013/34号（特定の大企業およびグループによる非財務情報および多

様性情報の開示に関する2014年10月22日付欧州議会および欧州理事会指令（EU）第2014/95号、ならびに

より最近では企業サステナビリティ報告（CSRD）に関する2022年12月14日付欧州議会および欧州理事会

指令（EU）第2022/2464号による改正を含む。）等に従って理解するため、ならびに（ⅱ）持続可能な投

資を促進するための枠組みの構築に関する2020年6月18日付欧州議会および欧州理事会規制（EU）第

2020/852号（タクソノミー規則と呼ばれ、環境的に持続可能な経済活動に関する指令（EU）第2013/34号

の第19a条または第29a条の適用を受ける企業が開示する情報の内容および表示について規定し、当該開

示義務を遵守するための方法を明記した2021年7月6日付欧州委員会委任規則（EU）第2021/2178号による

ものを含め、随時の改正または補足を含む。）の意味の範囲内で、銀行グループが環境的に持続可能と

考えられる経済活動にどのように資金を提供するか、およびどの程度開発するかについての情報公表に

関する、より厳しい要件を特に定めたもの。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う管轄における税金および会計に関する法律。

■　内部統制、マネー・ロンダリングの防止およびテロリストへの資金供与との闘い、リスク管理およびコ

ンプライアンスに関するルールおよび手続。

これらの措置のいくつかの結果、クレディ・アグリコル・エス・エーはとりわけ、新たな要件を遵守する

ため業務の一部の規模を縮小した。これらの措置によって法令遵守費用も増加しており、今後も増加する可

能性が高い。また、これらの措置の一部により、クレディ・アグリコル・エス・エーは資金調達のうち資本

および（シニア債より費用のかかる）劣後債務からなる部分を増やすことを義務付けられるなど、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの資金調達費用も大幅に増加する可能性がある。

これらの規制を遵守しない場合、クレディ・アグリコル・エス・エーに重要な影響を及ぼすおそれがあ

る。すなわち、規制当局による大幅な介入、および罰金、国際制裁、戒告、評判の悪化、業務の強制的一時

停止、または極端な場合は営業許可の取消し等である。さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーが事業

を拡大し、または既存事業の一部を継続する能力も、規制による制約から大幅に制限される可能性がある。

さらに、近年、金融環境全般に数多くの変化（一部は恒久的）をもたらしこれを強化するため、法的措置

および規制措置が施行されており、または可決もしくは改正される可能性がある。これらの措置の目的は世

界的な金融危機の再発を防ぐことであるが、かかる新たな措置により、クレディ・アグリコル・エス・エー

およびその他の金融機関が業務を行う環境は大きく変わっており、今後も変わり続ける可能性がある。これ

までに採用され、または今後採用される可能性のある措置は、より厳しい資本要件および流動性要件（特に

クレディ・アグリコル・グループのような大規模な国際機関およびグループを対象とするもの）、金融取引

に対する課税、一定水準を超える従業員報酬に対する上限設定または課税、商業銀行が行うことのできる業

務の種類に関する制限（自己勘定取引および投資、ならびにプライベート・エクイティ・ファンドおよび

ヘッジ・ファンドの投資および保有の禁止または制限）、一部の業務に関するリングフェンス規制、スワッ

プ取引を認められている事業体の種類に関する制限、一部の業務またはデリバティブ等の金融商品に対する

制約、破綻処理時における特定の債務証券の強制的な元本削減または株式転換、ならびにより一般的には、

再建および破綻処理制度の強化、新たなリスク加重方法（特に保険事業に関するもの）、定期的なストレ

ス・テスト、監督当局の権限強化、ならびに環境・社会・企業統治（ESG）リスクの管理のためのルールの新

設、ならびに特に持続可能性要件に関する情報開示のためのルールの新設などである。

クレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う銀行および金融部門に関する措置はさらに修正、拡充ま

たは強化されたり、新たな措置が導入されたりする可能性があり、クレディ・アグリコル・エス・エーに適

用される規制制度の予測可能性にさらなる影響が出て、早急な履行を求められることでクレディ・アグリコ

ル・エス・エー内において多額の資金が動員される可能性が高い。また、これらの新たな措置が採用される

と、クレディ・アグリコル・エス・エーに対する制約が増加し、クレディ・アグリコル・エス・エーが取る

上記の行動は、既存の規制状況に応じて強化するよう求められるおそれがある。
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また、一般的な政治環境は銀行および金融業界にとって不利に進展しており、立法府および規制当局はさ

らなる圧力を受け、貸付およびその他の金融業務ならびに経済に対して不利な影響を与える可能性があるに

もかかわらず、規制措置を強化してきた。

新たな法的措置および規制措置が未だ確定していないことから、その規模および範囲は概して予測不可能

であり、クレディ・アグリコル・エス・エーに与える実際の影響を予測することも不可能であるが、その影

響は非常に重大となるおそれがある。

 

1.5　クレディ・アグリコル・エス・エーの戦略および取引に関するリスク

 

a）クレディ・アグリコル・エス・エーは2025年度中期計画において設定された目標を達成できない可能性が

ある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2022年6月22日に2025年度に向けた新たな中期計画「2025年度意

欲」（「2025年度中期計画」）を発表した。2025年度中期計画では、すべての地域において、およびすべて

のチャネルを通じて、世界的かつ持続可能な関係を築きすべての顧客にサービスを提供することを基本とす

るクレディ・アグリコル・グループの発展モデルを強化する。この発展は、独自の発展の原動力を追求し、

それぞれの市場を主導および統合する各事業部門にも基づいている。2025年度中期計画は、クレディ・アグ

リコル・グループの有機的成長戦略にも基づいている。クレディ・アグリコル・グループは、2025年度まで

にリテール・バンキングでさらに1百万人の顧客獲得を目指しており、保護保険、貯蓄および不動産サービス

によって顧客数を増やす意向である。新規顧客のニーズに応えるため、商業サービスの拡充および改良（よ

り利用しやすくし、責任感を強め、デジタル化を進める）を計画している。また、クレディ・アグリコル・

エス・エーについて設定された収益性の制約（3年間のROI＞10％）を遵守しつつ、目標を絞った買収および

パートナーシップ戦略を継続する。この枠組みの中で、クレディ・アグリコル・エス・エーは、金融、工業

および技術業界のプレーヤーと新たな流通パートナーシップを構築することを目指している。

2025年度中期計画の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーは、グローバルな事業部門の展開、

決済、不動産、デジタル・バンキング、およびアズ・ア・サービス技術等のクロスファンクショナル事業部

門の成長の加速、ならびに技術、デジタルおよびヒューマン・トランスフォーメーションの推進も目指して

いる。2025年度中期計画における成長を主に牽引するのは有機的成長であり、この成長はパートナーシップ

や買収によって補完することができる。このような取引には、常に業務統合リスクが伴う。2024年度、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの外部成長は、買収（デグルーフ・ピーターカム、アルファ・アソシエイ

ツ、ネクシティ・プロパティ・マネジメント、およびメルカ・リーシング）、ならびにパートナーシップお

よび株式取得（ビクトリー・キャピタルの株式取得、リースでは中国、自動車融資では欧州におけるGACとの

パートナーシップ）によって行われた。しかしながら、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ISBを最近統

合するなど、買収における強力な統合能力を示している。

2025年度中期計画には、費用収益比率、純利益、自己資本利益率、自己資本水準、および配当性向に関す

る複数の財務目標が含まれている。これらの財務目標は、主として内部計画および資源の配分のために設定

されたもので、経済情勢およびクレディ・アグリコル・エス・エーの事業部門の業務に関する数々の仮定に

基づいている。財務目標は、将来の業績の見積りまたは予測ではない。クレディ・アグリコル・エス・エー

の実際の業績は、本項の別の箇所に記載した1つまたは複数のリスク要因が発生した場合など複数の理由か

ら、これらの目標とは異なる可能性が高い。たとえば、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2025年度末

までに、6十億ユーロを超える当期純利益－当行グループの持分を達成すること、2025年度中期計画の期間中

毎年費用収益比率の上限の60％を維持すること（IFRS第17号の改革が実施されて以降は58％に引き下げられ

ている。）、2025年度末までに12％を超える有形自己資本利益率（ROTE）を達成すること、2025年度中期計

画を通じて（AT1資本プールの最適化戦略を推進することで）監督上の検証・評価プロセス要件を超える250

ベーシス・ポイントを下限に11％のCET1比率を目標とすることなど、2025年度中期計画に定められた目標の
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達成を目指している。また2025年度中期計画は、CET1比率が2025年度中期計画で定めた目標前後で変動した

としても、クレディ・アグリコル・エス・エーが50％以下の現金配当を行うことを目指している。

より一般的に言えば、クレディ・アグリコル・エス・エーの2025年度中期計画の成功は、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの各事業体において展開される、様々な範囲の多数のイニシアティブに基づいている。

2025年度中期計画で設定された目標の多くは達成可能と見込まれているが、どの目標が達成され、どの目標

が達成されないかを予測することはできない。また、2025年度中期計画には、重要な投資についても記載さ

れているが、2025年度中期計画で掲げた目標が最終的に達成されない場合には、期待されるリターンを下回

る可能性がある。このため、クレディ・アグリコル・エス・エーが2025年度中期計画で掲げた目標の全部ま

たは一部を達成できない場合、その財務状態および業績に重大な悪影響が生じる可能性がある。

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは責任ある献身的なプレーヤーとして、気候変動に向け、社会

と地域の一体性を保つ公正な姿勢を示した。このアプローチは、気候に対する行動をとること、医療への平

等なアクセスのために行動を起こすことで社会的結束を強化すること、および農業と農業食品の転換を成功

させること、という3つの優先事項を基本としている。

グリーン・エネルギーへの投資と資金調達を加速し、ESG基準をより広く考慮することは、化石燃料に代

わるエネルギー移行の緊急性に効果的に貢献する上で不可欠である。この意味では、化石燃料への融資だけ

を止めれば、当行のバランスシートはより早く「グリーン度が高まる」が、これらのエネルギーに依存して

いるすべての人々の移行を支援しないため、悪影響を与えることになる。

そのため、クレディ・アグリコル・エス・エーは、できるだけ多くの人々の移行をサポートするために、

ユニバーサル・バンキング・モデルを使用することを選択した。クレディ・アグリコル・エス・エーは、国

際的な大企業から一般家庭まで、すべての顧客にグリーン・エネルギーを利用した商品やサービスを提供

し、イノベーションと進歩のために絶えず努力することで、大きな社会的変化に取り組む利害関係者として

の役割を果たし続けている。

クレディ・アグリコル・エス・エーでは、2050年度までにカーボン・ニュートラルに移行するペースを加

速するため、野心的な目標を掲げている。クレディ・アグリコル・アシュランスのネット・ゼロ・アセット

オーナーおよびアムンディのネット・ゼロ・アセット・マネージャーという各コミットメントの発表後、ク

レディ・アグリコル・エス・エーは、10の優先セクターを設け、これらについてネット・ゼロ軌道を設定す

ることを決定した。これらの10のセクターは、クレディ・アグリコル・グループの世界の温室効果ガス排出

量の75％超、クレディ・アグリコル・グループのエクスポージャーの約60％を占める。2022年12月に最初の5

つのセクター（石油およびガス、電気、自動車、商業用不動産ならびにセメント）の2030年度目標を公表し

た後、クレディ・アグリコル・グループは、2023年12月、2022年度に発表した最初の5つのセクターに関する

道筋の最初の成果、ならびに新たに5つのセクター（住宅用不動産、農業、航空、船舶、鉄鋼）における目標

を発表した。

クレディ・アグリコル・グループの気候変動対策は、2050年度までに世界のカーボン・ニュートラルを達

成するという目標に貢献する取り組みに沿ったものであり、クレディ・アグリコル・グループの気候変動戦

略は、クレディ・アグリコル・エス・エーの2025年度中期計画の収益目標に十分に貢献している。

これらのESGコミットメントを遵守できなければ、クレディ・アグリコル・グループ、ひいてはクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの評判が損なわれ、その事業に悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、特定の

ESGデータの新しい性質が信頼性の追加作業を必要とするため、設定した目標を達成するための軌道が再計算

され、時間の経過と共に変化する可能性がある。

 

b）保険金請求と、保険商品の価格設定および準備金の設定に使用した仮定との間に不一致が生じた場合、ま

た保険料率が急上昇した場合、保険事業は悪影響を受けるおそれがある
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クレディ・アグリコル・エス・エーの規模では、クレディ・アグリコル・アシュランスは業績の25％を占

める
(1)

。

クレディ・アグリコル・アシュランスは、金融緩和政策の開始、長期金利の高止まり、依然として脆弱な

不動産業界、地政学的および政治的リスクの増大、気候変動やデジタル変革がもたらす課題といった特徴を

持つ環境において、引き続き戦略を適応させている。リスク特性は、市場リスクと保険リスクが大半を占め

ている。

貯蓄および退職年金事業においては、クレディ・アグリコル・アシュランスは、フランス国内外で新商品

を発売し、優遇金利での利益還元キャンペーンを実施した。フランスでは、クレディ・アグリコル・アシュ

ランスは、利益分配準備金（provision pour participation aux excédents－PPE）の変動を最適化してい

る。2024年12月31日現在、PPEは7.5十億ユーロ（2023年12月31日現在は9.8十億ユーロ）に達し、数年にわ

たって保険契約者への支払利率を引き上げることが可能になった。また、保険契約者がリスクを負担するユ

ニット・リンク契約は、2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・アシュランスの運用資産の30.0％を

占めていた（前年同期比1.1ポイント増）。最後に、クレディ・アグリコル・アシュランス2024年度の年間解

約率
（2）

は5.0％であった。

損害保険および個人向け保障（死亡および身体障害保険／債務返済保険／団体保険）事業において、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの子会社からの保険収益は、保険商品の価格設定および引当金の設定に使用

した仮定が、発生した損失と一致しているかどうかに大きく依存する。たとえば、これらの仮定は、死亡率

または罹患率、保険契約者の行動、および保険金の請求頻度とコストの変化に関するものである。クレ

ディ・アグリコル・アシュアランスは、保険金請求および自社商品から生じる将来の収益性について、経験

および専門的データに基づいて数理計算上の見積りを提供している。しかしながら、発生する損失は、価格

設定や引当金の算定に使用された仮定よりも大きくなる可能性がある。このリスクは主に、個人向け保障お

よび損害保険商品に関するものである。保険契約者に対して実際に支払われたクレディ・アグリコル・ア

シュランスの給付が、価格設定および引当金の算定の前提となった仮定よりも高額である場合、クレディ・

アグリコル・アシュランスの営業利益および財務状態は著しい影響を受ける可能性がある。

特に損害保険事業に関しては、クレディ・アグリコル・アシュランスは、この事業の収益性を反映するコ

ンバインドレシオ
（3）

を公表しており、100％を超えると技術的に不採算であることを示す。2024年12月31日

現在、フランス国内の損害保険事業のコンバインドレシオは96.4％であった。クレディ・アグリコル・ア

シュランスが、たとえばインフレが原因でその引当金を積み増す必要が生じた場合、またはクレディ・アグ

リコル・アシュランスの損害率が予想を上回った場合、その比率は上昇し、営業利益は一時的に減少する。

保険契約は毎年見直される。

 

(注1)　コーポレート・センター部門を除くクレディ・アグリコル・エス・エーの事業部門の当期純利益－当行グループ

の持分（参考値）

(注2)　1月1日以降の償還の年換算額を、事業年度開始時の対応する引当金と比較したもの

(注3)　割引および再保険を除くフランス（パシフィカ）の損害保険のコンバインドレシオ：（請求実績＋諸経費＋受取

報酬および手数料）を総収入保険料で除したもの

 

c）不利な事象は、クレディ・アグリコル・エス・エーの複数の事業に同時に影響する可能性がある

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの主要な業務はそれぞれ固有のリスクにさらされ、異なる市場サイク

ルに属しているが、不利な事象がクレディ・アグリコル・エス・エーの複数の業務に同時に影響する可能性

はある。たとえば、金利が低下すると、貸出金の利鞘、利回りおよび結果として資産運用商品の受取報酬お

よび手数料、ならびに保険子会社の投資利益率に同時に影響する。金融市場全般が長期的に低迷し、かつ／

またはマクロ経済状況も悪化した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーの貸出業務における債務不履行

リスクが増加したり、証券ポートフォリオの価値が下落したり、受取報酬および手数料の生じる業務におけ
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る収益が減少したりするなど、複数の形でクレディ・アグリコル・エス・エーに影響を与える可能性があ

る。また、クレディ・アグリコル・エス・エーが業務を行う主要な市場の規制環境や税務環境が悪化した場

合、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業に影響を与え、またはその利益に過度の課税がなされる可能

性がある。その場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、本来であれば業務の多角化を通じて達成でき

たはずの利益を実現できなくなる可能性がある。ある事象が複数の業務にマイナスの影響を与える場合、ク

レディ・アグリコル・エス・エーの経営成績および財務状態に対する影響は一層重要となる。

 

d）クレディ・アグリコル・エス・エーは環境・社会・企業統治リスクにさらされている

 

環境・社会・企業統治（ESG）リスクは、ダブルマテリアリティの原則に従い、クレディ・アグリコル・

エス・エーに対して2通りの影響を与えうる。第一に、クレディ・アグリコル・エス・エーの業務が生態系に

与えるプラスまたはマイナスの影響を反映する社会および環境マテリアリティ。第二に、生態系がクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの各事業部門に与える影響を反映する財務マテリアリティである。

第一の分野では、クレディ・アグリコル・エス・エーは、特にESGに関して、公的なコミットメントの遵

守に関連して評判リスクにさらされる可能性がある。すなわち、これらの義務が果たされていないと第三者

が判断した場合に異議を申し立てられるなど、クレディ・アグリコル・エス・エーは議論の的となるおそれ

がある。それだけではなく、クレディ・アグリコル・エス・エーは、経営、文化およびヒューマン・トラン

スフォーメーションの追求に関して、2025年度中期計画で定めた目標を十分に達成できない可能性もある。

結果として、クレディ・アグリコル・エス・エーが設定した労働条件および枠組みの質を達成できず、それ

によってクレディ・アグリコル・エス・エーの評判が損なわれ、その事業に悪影響を及ぼす可能性がある。

社会的リスクに関しては、クレディ・アグリコル・エス・エーは社会プロジェクトの目標を達成できない可

能性がある。このプロジェクトは、具体的にはあらゆる場所で、すべての人のために、特に若者の包摂、医

療へのアクセス、健康な老後を促進することで、すべての地域とすべての顧客を経済的・社会的に強化する

ことを目指すものである。最後に、物理的リスクは運用ツールに影響を与える可能性がある。これらのリス

クは業務リスクであり、その影響はクレディ・アグリコル・エス・エーのレベルではわずかにとどまると想

定される。

財務マテリアリティに従い、ESGリスクは、クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社の取引相手先に

も影響する場合があり、結果として間接的にクレディ・アグリコル・エス・エーに影響する可能性がある。

このため、ESGリスクは、既存のリスクのその他主要なカテゴリ、特に信用リスク、ならびに市場リスク、流

動性リスクおよび業務リスクにも影響を与えるリスク要因とみなされる。

しかしながら、これらのリスクは、主として信用リスクを通じて顕在化する可能性がある。たとえば、ク

レディ・アグリコル・エス・エーの子会社が温室効果ガスを排出する業務を行う事業に対して貸出しを行っ

た場合、当該子会社は、自己の債務者に対する規制または制限が強化されるリスクを負い、これにより後者

の信用度および融資された資産の価値にマイナスの影響が生じる可能性がある（収益の急激な減少等）、と

いうリスクを負う。このような結果は、より低炭素な経済への移行を加速する技術革新、または最終消費者

の行動の変化（移行の資金調達のためのレバレッジ比率の上昇）の結果としても生じる可能性がある。同様

に、これらの悪影響は、自然災害などの物理的なリスク事象だけでなく、気候モデルの長期的な変化（干ば

つ、洪水、海面上昇などの事象の頻度と影響の増加）に関連して、クレディ・アグリコル・エス・エーの子

会社の取引相手先の業務パフォーマンスにマイナスの影響を与える可能性がある。このように、クレディ・

アグリコル・エス・エーの子会社の取引相手先のいずれかが環境要因（温室効果ガスの排出、生態系の汚染

につながる産業事故の際の生物多様性へのダメージに対する規制の不遵守等）または社会および企業統治要

因に関する論争の対象となった場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは評判リスクに直面する可能性が

ある。気候変動に対処するため、移行の制約が加速し、深刻な気候現象の激しさおよび資源保護を巡る懸念

が増す中、クレディ・アグリコル・エス・エーは実際に、戦略目標を達成し、損失を回避し、評判リスクを

制限するため、業務および取引相手先の選定を的確に適合させていかなければならない。
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e）クレディ・アグリコル・エス・エーは、法人営業および投資銀行子会社と共に、高い信用格付を維持しな

ければならず、これができなければその事業および収益性はマイナスの影響を受けるおそれがある

 

信用格付は、クレディ・アグリコル・エス・エーの流動性および金融市場で活動する各子会社（主として

法人営業および投資銀行子会社である、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメン

ト・バンク）の個別の流動性に重要な影響を有する。これらの信用格付が大幅に引き下げられると、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーまたはクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクの流動性および競争力に重大なマイナスの影響が生じ、借入費用が増加し、資本市場の利用が制限さ

れ、クレディ・アグリコル・エス・エーのカバード・ボンド・プログラムにおける、もしくは一部のトレー

ディング、デリバティブおよび担保付融資契約における特定の双務規定に基づく義務を発生させ、または債

券の市場価額にマイナスの影響が生じるおそれがある。

クレディ・アグリコル・エス・エーが市場投資家から長期資金を無担保で調達する費用、およびクレ

ディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの当該費用は、それぞれの信用スプ

レッド（満期が同じ政府債の債券投資家に対して支払われる金利を超過する金額）に直接関連しており、か

かる信用スプレッドはそれぞれの信用格付にある程度左右される。信用スプレッドが拡大すると、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーまたはクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクの資金調達費用は大幅に増加する可能性がある。信用スプレッドの変動は継続的で、市場と連動し、

時には予測不可能でかつ不安定な変動に左右される。信用スプレッドは、クレディ・アグリコル・エス・

エーのソルベンシーに対する市場の認識によっても影響を受ける。また信用スプレッドは、クレディ・アグ

リコル・エス・エーまたはクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの債

務証券に連動するクレジット・デフォルト・スワップの取得費用の変動によって影響を受ける可能性があ

り、かかる費用は、かかる証券の信用度ならびにクレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグ

リコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの制御し得ない数々の市場要因の両方に影響さ

れる。

依頼した格付機関3社のうち、ムーディーズ、S&Pグローバル・レーティングおよびフィッチ・レーティン

グスによるクレディ・アグリコル・エス・エーの長期発行体格付は、それぞれA1（見通しは安定的）、A+

（見通しは安定的）およびA+（見通しは安定的）である。

非財務格付は、ポートフォリオ組成の際にこれらの格付を利用する投資家をはじめとする利害関係者に対

するクレディ・アグリコル・エス・エーのイメージに影響を与える可能性がある。格付が大幅に引き下げら

れた場合、クレディ・アグリコル・エス・エーが発行する有価証券に対する投資家の関心に悪影響を及ぼす

可能性がある。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの非財務格付は、MSCI（AA）、サステイナリ

ティクス（20.1）、ISS ESG（C+）、およびCDP（A-）で、維持または改善した。

 

f）クレディ・アグリコル・エス・エーは激しい競争に直面している

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、あらゆる金融サービス市場において、ならびにその商品および

サービス（リテール・バンキングの業務を含む。）において、激しい競争に直面している。たとえば、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの金融商品を顧客に提供する地域銀行は、フランスにおよそ25％の市場シェ

アを有する
(1)

。

欧州の金融サービス市場は成熟しており、金融サービス商品に対する需要は、ある程度、全体的な経済の

動きに関連している。この環境における競争は、提供される商品およびサービス、価格設定、販売システ

ム、顧客サービス、ブランド認知度、財務的健全性の認識、および顧客のニーズに応えるために資金を使う
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意思があるか、といった多くの要因に基づいている。統合により、クレディ・アグリコル・エス・エーのよ

うに、保険、貸出金および預金受入からブローカレッジ業務、投資銀行および資産運用サービスまで、多岐

にわたる商品を提供し得る多数の企業が生まれている。

また、個別のもしくはより柔軟な規制、または健全性比率に関するその他の要件の対象となる新たな競合

企業（革新的な技術ソリューションを利用するものを含む。）も市場に現れつつある。技術の進歩および電

子商取引の成長により、ノンバンク機関が従来は銀行商品であった商品およびサービスを提供し、金融機関

およびその他の企業が電子証券取引を含む電磁的方法およびインターネットを利用した金融ソリューション

を提供できるようになっている。これらの新たな企業はクレディ・アグリコル・エス・エーの商品および

サービスの価格に下方圧力をかけており、これまで従来の金融機関が独占し、安定していた分野において、

市場シェアを獲得する可能性がある。また、特に支払処理およびリテール・バンキングにおける新たなアプ

リケーション、ならびに取引処理を容易にするブロックチェーンのような新技術が、金融部門、および顧客

の銀行サービス購入方法を徐々に変えつつある。規制の枠組みが策定途上であるような、かかる新技術の出

現による効果を予測することは困難であるが、その使用が増えることで、銀行および金融業界の勢力図は塗

り替えられる可能性がある。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーは、システムを適応させ技術

的影響力を強化し、現在の市場シェアおよび業績レベルを維持することで、フランスおよび業務を行うその

他の主要な市場における競争力を維持するよう努めなければならない。

 

(注1)　個人の銀行預金の市場シェアは24.9％、個人の貸出金の市場シェアは25.2％である（出典：内部データ、2024年

12月、フランス銀行2024年）。

 

1.6　クレディ・アグリコル・グループの構造に関するリスク

 

a）クレディ・アグリコル・ネットワークのいずれかの構成機関が将来財政難に陥った場合、クレディ・アグ

リコル・エス・エーは、かかる構成機関を支援するため、クレディ・アグリコル・ネットワークの資金

（自己資金を含む）を結集しなければならない

 

クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）は、フランス通貨金融法典第R.512-18条に従い、クレ

ディ・アグリコル・エス・エー、地域銀行および地区金庫、ならびに関連機関としてクレディ・アグリコ

ル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクおよびBforBankを含むクレディ・アグリコル・ネッ

トワーク（以下「ネットワーク」という。）の中心企業である。

フランス通貨金融法典第L.511-31条に規定された法定財務支援メカニズムに基づき、クレディ・アグリコ

ル・エス・エー（親会社）は、ネットワークの中央機関として、ネットワークの各構成機関およびネット

ワーク全体の流動性およびソルベンシーを保証するために必要なあらゆる措置を取らなければならない。こ

の結果、ネットワークの各構成機関は、この法定財務支援メカニズムから恩恵を受け、これに貢献もする。

フランス通貨金融法典の一般規定は、この内部財務連帯の法的メカニズムに必要とされる業務上の措置を定

めた内部規定に置き換えられている。具体的には、クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）が窮状に

陥る可能性のあるネットワークの構成機関を支援することで中心企業としての役割を果たすことができるよ

うに設計した、銀行の流動性およびソルベンシー・リスクのための基金（fonds pour risques bancaires de

liquidité et de solvabilité－FRBLS）を設立した。

クレディ・アグリコル・エス・エーは現在、ネットワークの構成機関を支援するためにFRBLSを活用しな

ければならない可能性が高い状況は認識していないが、将来においてもこの基金を利用する必要がない、と

いう保証はない。その場合、FRBLSの資金が不十分であれば、クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）

は、中心企業としての責務において、自己資金および必要に応じてネットワークのその他の構成機関の資金

を結集することで、かかる不足を補わなければならない。
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この義務の結果、ネットワークの構成機関が深刻な財政難に陥りそうな場合、かかる財政難の原因となっ

た事象は、クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）の財務状態、および財務支援メカニズムに基づき

支援を頼られるネットワークのその他の構成機関の財務状態に影響を与えるおそれがある。

2014年、欧州連合指令第2014/59号により欧州の銀行危機管理枠組み（「銀行再建・破綻処理指令－

BRRD」として知られる。）が採択され、2015年8月20日付フランス法令第2015-1024号（Ordonnance no.

2015-1024 portant diverses dispositions d’adaptation de la legislation au droit de l’Union

européenne en matière financière）によりフランス法に適用され、単一破綻処理メカニズムおよび単一破

綻処理基金の枠組みにおいて金融機関および一部の投資会社の破綻処理に関する統一規則および統一手続を

定める2014年7月15日付欧州規則第806/2014号の規定を踏まえてフランス法が改定された。2019年5月20日付

指令（EU）第2019/879号（「BRRDⅡ」として知られる。）はBRRDを修正し、2020年12月21日付フランス法令

第2020-1636号によりフランス法に適用された。

この枠組みは、銀行危機を回避および解決するための措置を含むもので、金融の安定を維持し、破綻すれ

ば経済に著しい影響を与える機関の業務、サービスおよび営業の継続性を保証し、預金者を保護し、かつ、

公的金融支援の活用を可能な限り回避または制限することを目的としている。これに関連して、単一破綻処

理委員会を含む欧州破綻処理当局は、金融機関もしくは同機関が所属するグループの全部または一部の破綻

処理に関して必要なすべての措置を講じるため大きな権限を与えられている。

協同組合銀行グループについては、破綻処理当局が「拡張シングル・ポイント・オブ・エントリー」

（「拡張SPE」）による破綻処理戦略を好むため、破綻処理ツールはクレディ・アグリコル・エス・エー（親

会社）のレベルおよび関連機関レベルで同時に適用される。この点において、およびクレディ・アグリコ

ル・グループの破綻処理の場合において、クレディ・アグリコル・エス・エー（中心企業としての立場にお

いて）およびそのすべての関連機関を合わせた範囲が、全体で拡張シングル・ポイント・オブ・エントリー

とみなされる。以上のこと、およびネットワーク内に存在する財務支援メカニズムを考慮すると、ネット

ワークの構成機関は、個別に破綻処理することはできない。

破綻処理当局は、ある金融機関が破綻したもしくは破綻する可能性が高い、さらなる民間の措置により相

当の期間内に破綻を回避する合理的な見込みがない、破綻処理措置が必要である、および上記の破綻処理の

目的を達成するためには清算手続では不十分である、と判断した場合、当該機関の破綻処理手続を開始する

ことができる。

破綻処理当局は、当該機関の資本を再構成し、または存続可能性を回復するために、下記の1つまたは複

数の破綻処理ツールを使用することができる。破綻処理ツールは、株主（株式、相互株式、協同投資証券、

協同組合証券）がまず損失を負担し、次にその他の債権者が損失を負担するように実施されなければならな

い。ただし、法律上、または破綻処理当局の判断により、ベイルインから除外されることはないものとす

る。またフランス法は、特定の破綻処理ツールまたは決定が実施された場合の保護措置を定めている。たと

えば、破綻処理中の機関の出資者および債権者は、当該機関がフランス商法（Code de commerce）に基づく

法的清算手続において清算されていれば彼らが被ったであろう損失を上回る損失を被ってはならない、とい

う原則がある（フランス通貨金融法典第L.613-57-Iに定められた「いかなる債権者も通常の倒産手続よりも

不利な扱いを受けない」原則）。このため、投資家は、破綻処理において受ける待遇が、当該機関が通常の

破産処理手続の対象となっていれば受けていたであろう待遇よりよくない場合、補償を請求する権利を有す

る。

破綻処理当局がクレディ・アグリコル・グループの破綻処理開始を決定した場合、当局はまず、損失を吸

収するためCET1証券（株式、相互株式、協同投資証券、協同組合証券）の額面金額、その他Tier 1証券およ

びTier 2証券の元本を削減し、場合によってその他Tier 1証券およびTier 2
(1)

証券を株式に転換する。その

後、破綻処理当局がベイルイン・ツールの使用を決定した場合、かかるベイルイン・ツールはその他の債務

証券に適用され
(2)

、損失を吸収するためこれらの証券の一部もしくは全部の元本が削減され、または株式に

転換される。
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破綻処理当局は、中心企業およびその関連機関について、協調的な方法で、評価減または転換措置、およ

び場合によってベイルインの実施を決定することができる。その場合、かかる評価減または転換措置、およ

び場合によりベイルイン措置は、当該事業体および損失の原因に関係なく、ネットワークのすべての事業体

に適用される。

破綻処理における債権者の順位は、当該破綻処理の実施日現在有効なフランス通貨金融法典第L.613-55-5

条の規定に定められている。

清算において同順位のまたは同一の権利を有する株主および債権者は、彼らがクレディ・アグリコル・グ

ループのどの事業体の債権者であるかに関係なく、平等に扱われる。

このベイルインはクレディ・アグリコル・グループの資本再構成も目的としており、その範囲は連結レベ

ルの株主資本要件に基づく。

したがって、このとき投資家は、クレディ・アグリコル・グループの破綻処理手続が実施された場合、株

式、相互株式、協同投資証券および協同組合証券の保有者ならびにネットワーク構成機関が発行または実行

する債務証券の保有者が、彼らがどの事業体の債権者であるかに関係なく、自己の出資金の全部または一部

を失うという重大なリスクがあることを認識しなければならない。

破綻処理当局が利用できるその他の銀行破綻処理ツールは、基本的に、当該機関の業務の全部もしくは一

部を第三者または継承機関に処分すること、および当該機関の資産を分離することである。

この破綻処理枠組みは、フランス通貨金融法典第L.511-31条に規定され、同法典第R.512-18条に定めると

おりネットワークに適用される、法定財務支援メカニズムには影響しない。クレディ・アグリコル・エス・

エーは、このメカニズムが、実際は破綻処理措置より前に働くものと考えている。

したがって、クレディ・アグリコル・グループに対して破綻処理手続が実施されることは、ネットワーク

の1つまたは複数の構成機関の破綻、ひいてはネットワーク全体の破綻を法定財務支援メカニズムによって救

済できなかったことを意味する。

 

(注1)　フランス通貨金融法典第L.613-48条および第L.613-48-3条。

(注2)　フランス通貨金融法典第L.613-55条および第L.613-55-1条。

 

b）地域銀行が付与する1988年保証の実際のメリットは、清算前に適用される破綻処理制度の実施により、制

限される可能性がある

 

BRRD/BRRDⅡにより規定された破綻処理制度は、すべての地域銀行が連帯してそれぞれの資本、準備金お

よび利益剰余金を上限として行うクレディ・アグリコル・エス・エーの債券保証（以下「1988年保証」とい

う。）の実際の効果を制限する可能性がある。

この破綻処理制度は、フランス通貨金融法典第L.511-31条に規定され、破綻処理措置の実施より前にネッ

トワークに適用される、法定財務支援メカニズムには影響しない。

しかしながら、クレディ・アグリコル・グループに対して破綻処理措置が適用されると、1988年保証の実

施条件の発生が制限されるおそれがある。なぜなら、1988年保証は、クレディ・アグリコル・エス・エーの

資産が清算または解散の終了時に債務をカバーするには不十分であると判明した場合に限り、要求すること

ができるからである。この制限により、クレディ・アグリコル・エス・エーの債券保有者および債権者は、

1988年保証が提供する保護の恩恵を受けられない可能性がある。

 

2．リスク管理

 

本項では、当行グループのリスク選好、当行グループがさらされる主要なリスクの内容、その重要性、お

よびそれらを管理するために講じる措置について述べる。

金融商品の開示に関するIFRS第7号に基づき表示される情報は、以下の主要なリスクタイプをカバーして

いる。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 110/1736



■　信用リスク

■　市場リスク

■　構造的バランスシート・リスク：グローバル金利リスク、外国為替リスクおよび保険部門に関するリス

クを含む流動性リスク

この情報は、当行グループの連結財務書類に対する注記の不可欠な一部であり、財務書類に関する監査意

見にも含まれている。経営報告書の該当箇所は、前後に《監査済》と▲のタグを付して明示されている。

銀行業務に固有のすべてのリスクを網羅するため、以下の事項に関する追加情報も提供する。

■　業務リスク

■　法的リスク

■　法令違反リスク

法律およびビジネスの最良の慣行に従った、クレディ・アグリコル・エス・エー内のリスク管理は、各個

人の役割および責任を明確に定めたガバナンス、ならびに当行グループがさらされるすべてのリスクの測

定、監督および管理を可能にする効果的かつ信頼性のあるリスク管理方法に表れている。

 

2.1　リスク選好、リスク管理の統制および組織

リスクの概要

 

（規則（EU）第575/2013号第435-(1)-(f)条に基づき作成された記述）

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、毎年、リスク選好に関する正式な報告書を作成する。

当行グループのリスク選好報告書は、リスク特定プロセスに沿って作成される。報告書は、当行グループの

戦略、事業目標、リスク管理およびグローバルな財務管理をカバーし、ガバナンス体系には不可欠の戦略的

部分をなす。中期計画（MTP）「2025年度意欲」の戦略的志向性、リスク選好報告書、予算プロセスおよび各

事業部門への資源の配分は、すべて一貫している。

クレディ・アグリコル・グループのリスク選好とは、当行グループが戦略的目標の枠組みの中で引き受け

る用意のあるリスクのタイプおよび総額である。

当行グループのリスク選好は、以下に基づく財務政策およびリスク管理政策を具体的に参照して決定され

る。

■　リスクの枠組みに基づく慎重な貸出方針、企業の社会的責任政策および承認システム、ならびにリスク

制限およびコンプライアンス指標の遵守基準を含む補償方針を考慮した、的を絞った責任ある融資政策

■　市場リスクに対する限定的なエクスポージャーを維持するという目標

■　資産負債管理の各リスク（流動性リスク、グローバル金利リスクおよび外国為替リスク）の統制、なら

びにリスク加重資産の増加および総資産額の監視

■　業務リスク・エクスポージャー（情報通信技術関連のリスクおよび法的リスクを含む。）の徹底した管

理、およびITとサイバー・リスク管理の健全な枠組み

■　実証済みのモデル・ガバナンスとグループ・レベルの監視によるモデル・リスク管理

■　法令違反リスクの抑制

■　環境リスクの抑制

リスク選好を正式に定義することで、業務執行陣および取締役会は、中期計画に従って当行グループの発

展を方向付け、これを業務戦略に組み込むことができる。この結果、戦略、財務、リスクおよび法令遵守部

門が共通のアプローチを共有できる。

リスク選好報告書は、各事業体の業務部門間で調整されており、以下を目標としている。

■　取締役および上級経営陣にリスク・テーキングについて熟考させ、意見交換をさせること

■　所定の戦略について引受可能なリスクレベルを形式化、標準化および明確化すること

■　リスクとリターンを検討し、戦略計画および意思決定プロセスに完全に組み込むこと
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■　先行指標および警告基準を定め、リスク選好基準の警告が発せられた場合は直ちに行動を起こして回復

力を向上できるようにすること

■　財務の健全性およびリスク管理について、外部の第三者と情報交換を深めること

当行グループのリスク選好は、中期計画で定めた主要な戦略指標を踏まえ、戦略上のリスク管理体系を策

定している。当行グループが設定した中期計画目標は、その後、予算において毎年報告される。したがっ

て、リスク選好は毎年、リスク・ステートメントおよびアペタイト・マトリックスに含まれる。これらは、

選好、許容上限、規制上の基準を有する指標については引受能力基準によって決定される一連の戦略的指標

を利用する。

当行グループは、年1回の報告書に加えて、取締役会のリスク委員会の提案に基づき取締役会が承認した

リスクの枠組みによって、年間を通じてリスク選好に関する報告も行っている。リスク委員会は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者が委員長を務めるグループ・リスク委員会が行う承認事項

に基づいて検討を行う。

サマリー・ステートメントおよびマトリックスに加えて、当行グループは、リスク・ダッシュボードなら

びに内部および規制上の制限を作成する。これらは、主要なリスクを表すより多くの運用指標を監視するた

めに使用され、これらのリスクの枠組みに設定された制限または警告基準で構成される。このダッシュボー

ドは、四半期ごとに取締役会のリスク委員会およびクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会に提示さ

れる。

当行グループのリスク選好は以下を通じて決定される。

■　主要な指標は以下のとおり：

－　クレディ・アグリコル・エス・エーの外部格付、リファイナンスの条件および市場における当行グ

ループのイメージに直接影響を与える。

－　ソルベンシー、当行グループが引き受けるリスクを支えるだけの十分な資本を確保することで、当

行グループの持続可能性を保証する。

－　流動性、当行グループの資金源が枯渇し、債務不履行またはさらには破綻に陥る事態を回避するた

めに管理する。

－　事業、この監視により事業リスクの測定が可能になり、当行グループが定めた戦略の達成が確実と

なり、これによって長期的な持続可能性を保証する。

－　利益、将来のソルベンシーおよび株主配当金の直接の資金源であるため、当行グループの財務情報

の重要な部分を構成する。

－　信用リスク、当行グループの商業的位置づけおよび成長戦略により、当行グループの主たるリスク

である。地政学的リスク（ウクライナと中東における紛争、米国・中国間の緊張）の高まりとフラ

ンスにおける信用リスクの増大により、このリスクには特に注意が必要である。

－　ならびに金利リスクおよびインフレ・リスクを含む主要なリスク、（より具体的にはクレディ・ア

グリコル・CIBにおける）市場リスク、当行グループの業務リスク、法令違反リスク、保険リスクお

よび環境リスク。

■　これらの指標に沿って決定された、リスクの制限および警告基準

■　当行グループの戦略および事業に固有の定性的優先事項。定性的基準は主として、持続可能な発展をサ

ポートし、非財務リスクを含むあらゆるリスクを統制するという当行グループの課題をまとめた当行の

企業社会的責任（CSR）政策に基づいている。

主要な指標は、以下の3つのリスクレベルを反映している。

■　選好は、日常リスクおよび許容上限を超える指標の管理に使用される。

■　許容上限は、取締役会に近いレベルの統制に対応する。主要な指標または制限における許容上限を超過

した場合、リスク委員会または取締役会に報告される。その上で、適切な是正措置を提示しなければな

らない。
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■　引受能力は、当行グループが理論上業務または規制の制約を受けずに引き受けることが可能な最大限の

リスクである。

当行グループのリスク選好システムは、当行グループの貸借対照表、損益計算書、規制上の健全性比率ま

たは事業体もしくは当行グループの評判に影響を与える可能性の高いすべての主要なリスクを正確に特定す

ること、ならびにそれらを、カテゴリおよびサブカテゴリに分類するグループ規模の標準的アプローチを適

用することを目的とした、リスク特定プロセスに基づいている。

 

全体的なリスク特性

当行グループの事業は、債務不履行の発生水準を低く抑え、引当金を堅実に繰り入れる、欧州における顧

客重視のユニバーサル・バンキング・モデルを中心としている。10年以上前に当行グループの戦略を変更し

たことで、市場のリスク特性も大きく減少している。

当行グループのリスク特性は、グループ・リスク委員会および取締役会において、少なくとも四半期に1

回は監視および報告される。システムの主要な指標または制限の許容上限を超えた場合は取締役会に報告さ

れ、是正措置が提案される。このように、業務執行取締役および監督機関は、リスク特性とリスク選好がい

かに対応しているかについて、定期的に情報提供を受ける。

当行グループの2024年12月31日現在のリスク特性の主要な要素は、「第3　事業の状況－1　経営方針、経

営環境及び対処すべき課題等」の項に詳細が記載されている。

■　信用リスク：第2（リスク管理）－4部

■　市場リスク：第2（リスク管理）－5部

■　財務リスク（金利、為替、流動性およびファイナンス）：第2（リスク管理）－6部

■　業務リスク：第2（リスク管理）－8部

 

下表は、リスク選好報告書から抜粋した主要な指標を示す。

 

クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびその子会社

段階的

CET1比率
リスク費用

当期純利益－

当行グループの持分

2024年12月31日 11.7％
1.8十億ユーロ（連結財務書類

表示額）

7.1十億ユーロ（連結財務書類

表示額）

2023年12月31日 11.8％
1.8十億ユーロ（連結財務書類

表示額）

6.3十億ユーロ（連結財務書類

表示額）

 

2024年12月31日現在、ソルベンシー、リスク費用および利益に関する当行グループのリスク選好指標は、

当行グループが定めたリスク選好レベルの範囲内であった。これまで許容上限に達したことはない。

 

規則（EU）第575/2013号第435-1-(E)条に基づく金融機関のリスク・システムの適切性
 

リスク管理組織

銀行業務に固有のリスク管理は、当行グループの内部統制システムの中核である。すべての関係者は、取

引開始から最終満期まで、このシステムの中で役割を果たす。

リスクの測定および監視には、専門のリスク管理事業部門（グループ・リスク管理部門主導（Direction

des risques Groupe－DRG））が責任を負う。グループ・リスク管理部（DRG）は、当行グループの機能とは

独立した、最高経営責任者代理直属の部門である。

リスク管理については、事業の発展を監督する各事業部門が主として責任を負う（第1の防衛線）一方、

DRGの任務は、当行グループがさらされているリスクが、各事業部門が定めたリスクの枠組みと（全体および
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個別の制限ならびに選択基準に照らして）一致すること、ならびに当行グループの成長および利益目標と矛

盾しないことを確実にすることである。

DRGは、リスク管理責任者のネットワークを通じて、連結グループ規模でリスクを監視する。かかる担当

役員は、組織上はグループ最高リスク責任者に、機能的には自らの事業体または事業部門の執行機関に、そ

れぞれ直属する。

当行グループ内のリスクを一貫して管理するため、DRGは、以下の任務を負う。

■　財務、戦略および法令遵守機能部門ならびに各事業部門と協力して、リスク特定プロセスと当行グルー

プのリスク・アペタイト・フレームワークの実施とを調整する。

■　年1回のリスク特定プロセスで決定されるとおり、主要とみなされる当行グループのリスクをすべて分

析、測定および監視する方法および手続を定め、および／または認証する。

■　各事業部門の商業発展戦略について、これらの戦略のリスクの影響を重視した重要な分析に関与する。

■　各事業部門の状況（信用取引、市場リスク制限の設定）から発生する、またはそのリスクの枠組みから

予想されるリスク・エクスポージャーについて、業務執行陣に独自の意見を述べる。

■　リスク情報システムのデータ収集源となる当行グループ各事業体のリスクを一覧にして分析する。

グループ財務部門（Direction des finances Groupe－FIG）の財務指導ユニットは、構造的資産／負債リ

スク（金利、為替レートおよび流動性）の管理、借換政策および資本要件の管理に責任を負う。業務執行陣

は、流動性およびALM（資産負債管理）委員会の会議を通じてこれらのリスクを監督し、DRGもこれに関与す

る。

DRGは、業務執行取締役および監督機関に対し、クレディ・アグリコル・エス・エーにおけるリスク統制

度について報告し、当行グループの主要な事業部門の様々なリスクの枠組みの認証を申請し、執行機関が承

認したリスク政策から逸脱するおそれがあるときは警告する。DRGは、執行機関および意思決定機関が承認し

た組織原理に基づく予防措置の結果および成果について報告し、事業部門およびこれを取り巻く環境が変化

した結果として必要となる可能性のある、予防措置の改善について提案を行う。

連結レベルでは、この行為は統治機関、具体的には以下の担当となる。

■　リスク委員会（取締役会の下部委員会－年9回会議を開く）：業務執行陣が定めた当行グループのリスク

選好報告書の主要な要素を分析し、当行グループのリスク管理および内部統制について定期的に調査

し、内部統制ならびにリスク測定および監視に関する半年に1回の情報提供および年1回の報告を検討す

る。

■　グループ・リスク委員会（Comité des risques Groupe－CRG、年12回および必要に応じて会議を開く）

（委員長はクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者）：リスクの観点から当行グループの

方針を策定し、当行グループ全体の上限を設定し、事業体および事業部門のリスクの枠組みを承認し、

当行グループの主要なリスクを部門横断的に監視する。

■　グループ個別リスク委員会（Comité des risques Individuels de niveau Groupe－CRIG、平均週1回会

議を開く）（委員長はクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者）：例外を除き、業務執行

陣の承認を要するすべての個別事例について決定し、業務執行陣の要請に応じてすべての事例を検討

し、グループ最高リスク責任者の要請に応じて、事業体に関する要注意事例または手順の対象となる事

例を提示する。

■　ESG戦略委員会（ESG StratCo、2ヶ月に1回会議を開く）（委員長はクレディ・アグリコル・エス・エー

の最高経営責任者）：当行グループのESG戦略および部門別の方針について助言を行い、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの社会的コミットメント委員会に提出した上で、クレディ・アグリコル・エス・

エーの取締役会の承認を得る。また、同委員会は、当行グループのコミットメントの達成状況を監視す

る役割も担い、ESG評価と改善計画の実施状況についても報告を受ける。

■　グループ内部統制委員会（Comité de contrôle interne Groupe－CCIG、委員長は指導および統制業務担

当の最高経営責任者代理、最低年4回会議を開く）：当行グループに共通する内部統制問題（規制の変更

を含む。）を調査し、当行グループの部門間の行為を促進し、クレディ・アグリコル・エス・エーの親
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会社の連結監督範囲を検証し、登録書類および内部統制に関する半年に1回の情報提供を監督機関に提出

する前に承認するなど、3つの統制機能の調整を行う。

■　クレディ・アグリコル・グループ資産負債管理委員会（ALM委員会－委員長は指導および統制業務担当の

最高経営責任者代理－年6回会議を開く）：クレディ・アグリコル・エス・エーを含むクレディ・アグリ

コル・グループが直面する財務リスク（金利リスク、外国為替リスクおよび流動性リスク）を分析し、

その管理のためのガイドラインを認証する。金利リスクに特有の特定の方法、ソルベンシーおよび破綻

処理の比率管理に関する決定、ならびに特に子会社の配当政策および流動性ポートフォリオ管理のため

のガイドラインを含むその他の様々な財務要素を、当行グループ・リスク委員会が検証した限度内で検

証する。

■　グループ法令遵守管理委員会（Comité de management de la conformité Groupe－CCMG、委員長は指導

および統制業務担当の最高経営責任者代理、年12回会議を開く）：当行グループの法令遵守政策を策定

および検証し、法令遵守に関するすべての基準案および手続案を実施前に調査し、すべての重要な違反

行為を調査して是正措置を承認し、欠陥の是正措置に関するすべての決定を行い、実施された監査にお

ける主要な法令遵守関連の結論に注意を払い、自己の権限の範囲内で仲裁を行い、新規事業および新商

品委員会（NAP委員会）から好意的な意見を受け取った当行グループの事業により開発された新規事業お

よびパートナーシップについて通知を受け、年1回の法令遵守報告書を承認する。

■　グループ・セキュリティ委員会（Comité sécurité Groupe－CSG、年4回会議を開く、委員長は技術、デ

ジタルおよび支払部門責任者であるジェネラル・マネージャー代理）：情報システム・セキュリティ、

物理的安全およびセキュリティ、データ保護、事業継続性および保険付企業リスク管理の観点からクレ

ディ・アグリコル・グループのセキュリティ戦略を決定し、当行グループのセキュリティ・プロジェク

トを決定し、戦略の実行を監督し、4つの分野（スタッフおよび設備の安全、情報システムのセキュリ

ティ、事業継続計画、データ保護）における当行グループの統制レベルを評価する意思決定委員会。

 

リスクを取り扱う主要なグループ・レベルの委員会
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さらに、当行グループの各営業事業体は、各自のリスク・アペタイト・フレームワークを作成し、リスク

管理および恒常的統制機能を設定している。したがって、各事業部門および法人組織において、

■　リスク管理責任者（responsables de la fonction Gestion des risques－RFGR）が、高い階層の地位

（事業体最高の業務執行委員会－当該事業体が使用する名称に応じて業務執行委員会または経営委員会

－のメンバー）に任命される。

■　RFGRは、自らの責任範囲内のすべての最終統制ユニットを監督し、当行グループの当該事業部門の責任

範囲内のリスクの監視および恒常的統制に責任を負う。

■　RFGRは、適切な人材、技術的資源および資金を利用することができる。RFGRは、任務上請求する情報の

提供を受ける権利があり、責任範囲全体を通じて一切の情報、文書、機関（委員会等）、ツールまたは

ITシステムさえも、組織的かつ恒常的に利用することができる。RFGRは、自らの役割を効果的に果たす

ために、十分に前もって事業プロジェクトと連携する。

この原則は、リスク管理機能を営業事業体に分散させるもので、各事業部門のリスク管理および恒常的統

制システムが効率よく確実に機能することを目的としている。

また当行グループのリスク管理は、DRGおよび当行グループの執行機関が発生したリスクを完全に理解で

きるよう、いくつかのツールに依存している。

■　バーゼル委員会がグローバルなシステム上重要な銀行の監督について示した軌道に沿った、厳格なITお

よびグローバル・リスク統合システム（BCBS 239）

■　当行グループの信用、財務または業務リスク手続において、ストレス・テストの方法を広く利用するこ

と

■　収益性とリスク、地域、個人および部門の集中度の監督、ならびに金利、為替および流動性リスクの制

限の分析に基づき、貸出システムを規定する、正式かつ最新の統制基準および手続

■　第一に、金融機関の再建および破綻処理の枠組みを定めた2014年5月15日付指令（EU）第2014/59号（そ

の後の改正を含む。）、および第二に、2016年3月23日付委任規則（EU）第2016/1075号の規定に従い、

年1回アップデートされるグループ再建計画

 

リスク文化

リスク文化は、多様で効果的な以下のチャネルを通じて、当行グループ全体に広がっている。

■　リスク管理事業部門におけるキャリアおよび人材委員会。これにより、主要なポストへの承継を計画

し、適切な専門知識を有する男女の移動を促進し、その結果、技能の多様化により将来の進路選択の幅

を広げる。

■　リスク管理事業部門において時間を費やした結果、他の事業部門から求められるようになった、価値の

高いキャリアおよび経験

■　リスク管理事業部門の内外両方の従業員のニーズに合わせたモジュールからなる、リスクに関する様々

な研修。このシステムでは、当行グループの全従業員を対象に、eラーニング・モジュールや各種リス

ク・テーマ（業務リスク、財務リスク、内部統制、気候リスクおよび環境リスク、バーゼル4等）に特化

したコンテンツなどの意識向上研修を実施している。これらの研修コースは、銀行事業部門に内在する

リスクに対する理解を深めることを目的としている。

■　当行グループの全従業員へのリスク文化の波及を強化するためのコミュニケーション・研修の取組み。

これらの活動の目的は、リスクを当行グループ全体の防衛線に関わる問題とするため、全従業員の理解

を深め、関与を促すことを目的とする。

 

連結リスク監視

取締役会のリスク委員会およびグループ・リスク委員会は、四半期に1回、リスク・ポジションの主要な

変化、グループ・リスク管理部門が提出したリスクおよび制限のダッシュボードを検討する。このダッシュ
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ボードは、当行グループのリスクの状況を、連結ベースで、かつ、すべての事業部門について詳細に検討す

るものである。

当行グループの連結警告手続は、警告監視委員会（Comité de suivi des alertes－CSA、委員長は最高リ

スク責任者、年8回または必要に応じてそれ以上会議を開く）がグループ・リスク管理部門の集約したすべて

のリスク警告について検討することで、調整されている。

 

2.2　ストレス・テスト

ストレス・テスト、危機シミュレーションおよびストレス抵抗テストは、クレディ・アグリコル・グルー

プのリスク管理システムの不可欠な一部を構成する。ストレス・テストは、積極的なリスク管理、不利なシ

ナリオにおける自己資本比率の評価および規制要件への適合に利用される。この点において、ストレス・テ

ストは、極端だが起こり得る経済シナリオによる経済、会計または規制面の影響を測定し、内部自己資本評

価プロセス（ICAAP）およびリスク選好のためのデータとして使用されるポートフォリオ、事業、事業体また

は当行グループの回復力の基準としている。ストレス・テストは、信用リスク、市場リスク、業務リスクお

よび気候リスク、ならびに流動性リスクおよび金利・為替レート関連のリスクを対象とする。クレディ・ア

グリコル・グループのリスクを管理するために利用されるストレス・テストには、様々な方法がある。

 

様々なストレス・テスト

■　積極的なリスク管理にストレス・テストを使用する：繰り返し行われる、または要求に応じて行われる

特有の方法で、リスクを適切に監視するために行う様々な分析を補完および補強するために、グルー

プ・レベルで、および当行グループの事業の貢献により行われる。この作業は、グループ・リスク委員

会の会議において、業務執行陣に報告される。これに関しては、市場リスクまたは流動性リスクに重点

を置いたストレス・テストが定期的に行われる。

信用リスクについては、当行グループの主要なリスクの一部における経済動向によって生じたリスクを

測定するため、ストレス・テストが行われた。このような作業は、グループ・リスク委員会が全体的な

エクスポージャー制限を決定する際の根拠となる。

■　予算ストレス・テストまたはICAAP（自己資本充実度評価プロセス）ストレス・テスト：クレディ・アグ

リコル・グループは、予算編成の一環として毎年ストレス・テストを行い、この結果をICAAPにおいて使

用している。自己資本計画に利用され、3年間超の、様々な経済シナリオに基づく当行グループの収益性

を予測することができる。予算編成およびICAAPにおいてこのストレス・テストを行う目的は、事業、事

業体および当行グループ全体に対する経済シナリオ（基準シナリオ、やや不利なシナリオ、および不利

なシナリオ）の効果、ならびにその結果の感応度を測定することである。これは、内部統制の範囲に含

まれる、フランス国内外のすべての事業体に適用される。また必ず、様々なリスクおよび地域に対する

影響を判断するための経済シナリオ（一連の経済変数の変化）に基づいている。このシナリオは、業務

リスクおよび不正行為のリスクを反映するために補完される。

この作業の目的は、損益計算書（リスク費用、利鞘、受取報酬および手数料等）、リスク加重資産およ

び資本に対する影響を測定することでソルベンシー比率を予測し、これらの指標と当行グループの許容

上限と比較することである。

■　リバース・ストレス・テスト：再建計画の一環として、リスク・チームおよび財務チームは、当行グ

ループを「デフォルト寸前」に近い状態、または少なくとも再建措置を必要とする状態に至る可能性の

ある状況を特定するために、毎年連結レベルで極端なシナリオをシミュレートする。

■　規制ストレス・テスト：このストレス・テストには、ECB、欧州銀行監督機構（EBA）または他の監督機

関からのすべての要求が含まれる。2024年度、当行グループは、ECBがFit for 55訓練（欧州連合レベル

で金融部門を対象に実施された初の気候ストレス・テスト）の一環として実施したデータ収集に参加し

た。
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ガバナンス

EBAのガイドラインに基づき、当行グループおよび主要な事業体向けのストレス・テスト・プログラム

は、ストレス・テストに関与する各組織のガバナンスおよび責任を明確化しており、信用リスク、市場リス

ク、業務リスク、気候リスクおよび流動性リスク、ならびに金利および為替レートに関する構造的リスクを

含む。ストレス・テスト・プログラムは、年1回、取締役会によって承認される。

ICAAPプロセスやリスク選好において、または規制目的で使用されるシナリオは、経済部門（ECO）によっ

て作成され、取締役会に報告される。これらの経済シナリオは、当行グループがエクスポージャーを有する

すべての国々におけるマクロ経済変数および財政変数（GDP、失業率、インフレ率、金利および為替レート

等）の主要な変動およびストレス時における変動を表示している。

 

2.3　内部統制およびリスク管理手続

クレディ・アグリコル・グループの内部統制組織は、法律上および規制上の要件、ならびにバーゼル委員

会の推奨に沿った構造を反映している。

内部統制システムおよび手続は、クレディ・アグリコル・グループにおいて、下記Ⅰの記述のとおり、あ

らゆる種類の業務およびリスクを統制し、業務の合規性（法律、規則および内部基準の遵守という意味）、

安全性および効率性を確保するべく設計されたすべてのシステム、と定義されている。

内部統制システムおよび手続は、目的別に以下のとおり特徴付けられる。

■　業務執行陣の指示およびガイドラインの適用

■　当行グループの資産および資金の効率的かつ適切な利用、ならびに損失リスクに対する担保を通じた財

務業績

■　意思決定およびリスク管理に必要となる包括的、正確かつ定期的なデータ知識

■　法律および規制の要件ならびに内部基準の遵守

■　不正および誤りの防止および発見

■　会計記録の正確性、完全性、ならびに信頼できる会計および財務情報の適時作成

ただし、これらの手続には、特に技術的および人的ミスにより、内部統制システム特有の限界がある。

当行グループ内の有効な原則に従い、内部統制システムは、連結ベースの業務の監督および統制、ならび

にリスクの測定および監視を目的として、幅広い範囲に適用される。この原則は、クレディ・アグリコル・

エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループの各事業、ならびに各子会社または事業体が自己の子会

社に適用するものであり、ピラミッド型の論理により、かつ、すべての事業体に対して、内部統制システム

を適用することが可能となる。これらの事業体はそれぞれの監督ユニットに直属し、適切なエスカレーショ

ン・プロセスを有する。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーが実施し、下記の基準および原則

に沿ったシステムは、銀行業務に固有の規制義務を最も忠実に満たすため、クレディ・アグリコル・グルー

プの各レベルの異なる事業部門およびリスクに適応させた方法で展開される。

このような標準的環境で実施される資金、ツールおよび報告により、特に取締役会、リスク委員会、業務

執行陣および経営陣に対して、内部統制システムの機能およびその適切性（恒常的および定期的統制システ

ム、リスクの測定および監視についての報告書、是正措置計画等）について定期的に情報が提供される。

 

Ⅰ．内部統制に関する記述

内部統制に関する記述は、フランス通貨金融法典の規定
(1)

、ACPRの規制を受ける銀行、支払サービスおよ

び投資サービス部門の企業の内部統制に関する2014年11月3日付法令（その後の改正を含む。）、フランス金

融市場機関（AMF）一般規則ならびにバーゼル委員会が発表した内部統制、リスク管理およびソルベンシーに

関する提言、ならびにそれらを欧州に適用したもの（CRRⅡ／CRDⅤ）、ならびに機関の企業統制および内部

統制に関するEBAのガイドラインに基づいている。

これらの国家基準および国際基準は、以下のクレディ・アグリコル内部の基準によって補完される。
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■　クレディ・アグリコル・グループ全体に適用される恒常的規制内容（外部規制および当行グループの内

部ルール）、ならびに特に会計（クレディ・アグリコルの会計制度）、財務管理、リスク管理および恒

常的統制、ならびに内部統制組織に関連する強制適用についての情報交換の集約

■　クレディ・アグリコル・グループの行動規範

■　組織、運営またはリスクに関してクレディ・アグリコル・エス・エーに適用される「手続文書」集。こ

れに関して、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2004年度、法令の遵守を監督するため一連の手続

文書を採用した。この手続システムはそれ以降、規制の変更に合わせて修正されており、特に財務の安

全性（マネー・ロンダリングの防止、テロリストへの資金供与との闘い、資産の凍結、制裁の遵守

等）、または法律、規制、専門的基準および行動規範の適用における問題の検知等の分野において当行

グループの事業体で展開されている。手続文書は、特に規制の変更および連結ベースの監督範囲の変更

を考慮して、必要に応じて定期的にアップデートされている。

 

(注1)　第L.511-41条。

 
Ⅱ．内部統制システムの組織の原則

当行グループの様々な組織レベル間で内部統制システムが有効かつ整合的であるようにするため、クレ

ディ・アグリコル・グループは、基本原則の実施および遵守に基づく一連の共通のルール（当行グループ内

の内部統制組織に関する手続上の注意を含む。）および提言を採用している。

このため、クレディ・アグリコル・グループの各事業体（地域銀行、クレディ・アグリコル・エス・

エー、金融機関または投資会社の子会社、保険会社、その他等）は、自己のレベルでこれらの原則を適用し

なければならない。

 

基本原則

クレディ・アグリコル・グループのすべての事業体に共通するクレディ・アグリコル・エス・エーの内部

統制システムの組織原則および構成要素には、以下に関する義務が含まれる。

■　監督当局に対する報告（リスクの枠組み、リスク・テーキング制限、内部統制活動および結果、重大イ

ンシデント）

■　内部統制システムの組織および運用における経営陣の直接関与

■　業務およびリスクの網羅、すべての当事者の責任

■　任務の明確な定義、業務従事者と統制機能の効果的な分離、正式決定された最新の委任

■　基準および手続の正式策定およびアップデート

これらの原則は、以下によって補完される。

■　リスクの測定、監視および統制システム：信用リスク、市場リスク、流動性リスク、財務リスク、気候

リスクおよび環境リスク、業務リスク（業務処理、財務および会計情報の質、ITプロセス）、法令違反

リスクおよび法的リスク

■　（業務ユニットまたは専門スタッフが行う）恒常的統制および（グループ管理・監査部門または監査部

門が行う）定期的統制を含む、動的処理および修正処理の一環としての統制システム

■　特に欧州自己資本指令（CRDⅤ）、オルタナティブ投資ファンド・マネージャー指令、UCITSⅤ指令およ

びソルベンシー2、ボルカー・ルールに関する規定、フランス銀行分離法（Loi de séparation

bancaire）および金融商品市場指令に関して適用ある国、欧州または国際規則、ならびに報酬政策およ

びリスク統制目標の適切性と、業務執行機関のメンバーの報酬およびリスク・テーカーの報酬とに関す

る専門銀行業務に関する提言に従った、当行グループの報酬政策（2009年12月9日および2011年2月23日

の取締役会における審議後）および内部統制手続の適用（「第5　提出会社の状況－3　コーポレート・

ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要」を参照。）

 

システムの監視
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2014年11月3日付法令（2021年の改正を含む。）の適用において、各業務および各開発プロジェクトの長

期的安全性を確保し、実施する統制措置を当該リスクの密度に合わせるため、銀行業および金融業に関する

行動基準に従って、各事業体または事業部門マネージャー、各マネージャー、各従業員および当行グループ

の各機関に対して、業務の適切な統制およびそれに伴うリスクについて随時報告し正当化できるよう、義務

が課されている。

かかる義務についての要件は、組織原則および責任構造、運用および意思決定手続、当行グループの各レ

ベル（中央機能、事業部門、子会社、業務ユニットおよびサポート機能）において正式かつ効果的に実施さ

れる統制および報告に基づいている。

 

グループ内部統制委員会

当行グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーの内部統制委員会は、システムを指揮する包括組

織であり、指導および統制業務を担当するクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者代理を委員

長として、定期的に会議を開いた。

当該委員会の目標は、当行グループ全体（クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・

エス・エーの子会社、地域銀行、共通資金構造）に共通する内部統制問題を調査すること、ならびに連結

ベースの内部統制の一貫性および効果を確保することである。当行グループの内部統制委員会は、拘束力の

ある決定を行う意思決定機関であり、クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員兼務執行役員で構成され

る。このため、取締役会の一部門であるリスク委員会とは区別され、内部監査、リスク管理および法令遵守

監視という3つの統制機能の調整に責任を負う。

 

グループ全体で運用される3つの事業部門

グループ最高リスク責任者、グループ管理監査部門責任者およびグループ法令遵守責任者は、クレディ・

アグリコル・エス・エーの業務執行取締役に直属し、クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク委員会お

よび取締役会に出席することができる。

また、ACPRの監督下にある銀行、支払サービスおよび投資サービス部門の企業の内部統制に関する2014年

11月3日付法令（その後の改正を含む。）に基づき、グループ最高リスク責任者は、クレディ・アグリコル・

エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループのリスク管理責任者に任命されている。

監査機能は、業務の合規性、安全性および効率性を確保するため、事業部門および業務ユニットの支援が

行われる。この職務においては、以下のことが行われる。

■　グループ・リスク管理部門による信用リスク、市場リスク、流動性リスク、財務リスクおよび業務リス

ク、ならびに気候リスクおよび環境リスクの管理および統制。当該部門は、会計および財務情報の最終

的な統制、ならびにグループITセキュリティ担当者による情報システム・セキュリティおよび事業継続

計画の監督策定も行う。

■　グループ法令遵守部門による法令違反リスクの防止および統制。これにより、具体的には、マネー・ロ

ンダリングの防止、テロリストへの資金供与との闘い、不正防止、制裁の遵守および資産の凍結義務に

責任を負う。

■　グループ管理・監査部門によるクレディ・アグリコル・グループのすべての事業体の適切な機能の独立

かつ定期的統制。

各種統制機能の関与に加えて、クレディ・アグリコル・エス・エーの他の本部ならびにその各部門および

事業部門は、専門委員会においてであるか、または手続の標準化およびデータの中央管理を通じてであるか

を問わず、連結ベースでの内部統制システムの実施に寄与する。

事業部門として組織された法務部門は、主に2つの目標を有する。民事、懲戒または刑事を問わず、紛争

および債務の原因となり得る法的リスクを統制すること、ならびに法的リスクを統制し関連費用を最小限に

抑えながら、各事業体の業務の遂行に必要な法的支援を行うことである。
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クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社に関して

機能、部門および事業部門は、それら自体、各法人の分散メカニズムによってサポートされており、各法

人はクレディ・アグリコル・エス・エーの最上位の子会社であり、連結監督範囲の一部であり、以下を含

む。

■　四半期に1回の内部統制委員会会議。これらは、意思決定機関であり拘束力を有し、当該事業体の業務執

行取締役ならびに当該事業体およびクレディ・アグリコル・エス・エーの統制機能の代表者で構成さ

れ、具体的には当該事業体で実施される内部統制システムの指揮、当該事業体がさらされる主要なリス

クの調査、内部統制システムおよび監査行動の批判的評価、任務の監督、必要な是正措置の実施、なら

びに基準およびその実施の監督に責任を負う。

■　各事業体に固有の特別委員会。

■　各事業部門専用の担当者および権限のネットワーク。

 

クレディ・アグリコルの地域銀行に関して

地域銀行については、地域銀行の内部統制全体委員会（Comité plénier de contrôle interne－CPCI）に

より、およびクレディ・アグリコル・エス・エーの中央統制機能の活動により、内部統制に関する全国的提

言が普及したことで、当行グループのすべてのルールを適用することが可能となっている。全体委員会は、

地域銀行の内部統制システムの管理を強化するもので、地域銀行の各最高経営責任者、上級マネージャーお

よび監査機能責任者、ならびにクレディ・アグリコル・エス・エーの統制機能の代表者で構成される。その

活動は、クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行それぞれの監査機能責任者による定期的な地域会議

ならびに運営および情報会議を通じて展開されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、中心企業としての役割から、内部統制においては非常に能動的か

つ慎重でなければならない。特に地域銀行のリスクおよび統制については、クレディ・アグリコル・エス・

エーにおいて、グループ・リスク管理部門の専門ユニット、グループ法令遵守部門、ならびにグループ統制

および監査部門の定期的なミッションによって、個別に監視している。

 

取締役会の役割

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、当行の組織全般を把握する。当行グループの組織全般

および内部統制システムを承認し、年次報告書において当行グループのリスク選好を決定する。内部統制の

組織、活動および結果について報告を受ける。定期的に得る情報のほか、年次報告書、ならびにクレディ・

アグリコル・エス・エーが策定する銀行規則および基準に基づき年2回行われる内部統制についての発表を利

用できる。クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会会長は、グループ管理・監査部門の活動結果を記

載した詳細な概要書を受け取る。

取締役会は、当行が負う主要なリスク、ならびに内部統制およびリスク管理システムによって明らかに

なった重大インシデントについて、リスク委員会を通じて報告を受ける。

クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク委員会委員長は、当該委員会の活動、特に内部統制ならびに

リスク測定および監視についての年次報告について、取締役会に報告する。株主総会の開催日までに、年次

報告書はリスク委員会に提出され、ACPRおよび法定監査人に対して遅滞なく送られる予定である。また、取

締役会に対しても提出される予定である。

 

内部統制における最高経営責任者の役割

最高経営責任者（CEO）は、当行の組織全般について決定し、資格および法的能力のある者がこれを効率

的に実現することを確認する。最高経営責任者は、内部統制システムの有効性および全体的な一貫性を確保

することで、その組織および運用に直接かつ個人的に関与する。具体的には、CEOは内部統制の役割および責

任を決定し、これに適切な資源を割り当てる。
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CEOは、当行グループのリスク選好報告書の一環として、リスクの枠組みおよび制限が財務状態（自己資

本水準、業績）および取締役会の採用した戦略に適合していることを確認する。

CEOは、当行の業務および組織に適応したリスクの特定および測定システムが採用されていることを確認

する。また、これらのシステムから主要な情報が定期的にかつ確実に報告されるようにする。

CEOは自ら、内部統制システムが常に監督されるようにし、その適切性および有効性を確認する。CEOは、

内部統制システムによって特定された機能不全、および提案された是正措置について、報告を受ける。この

点について、業務執行取締役は、グループ管理・監査部門の活動結果を記載した詳細な概要書を受け取る。

 

Ⅲ．クレディ・アグリコル・エス・エー固有の内部統制システムならびにリスクの統制および監視システム

クレディ・アグリコル・エス・エーは、業務および組織に合わせたリスク（カウンターパーティー・リス

ク、市場リスク、業務リスク、財務リスクおよびその他のリスク）の測定、監視および統制プロセスおよび

メカニズムを実施している。これらは内部統制システムの不可欠な要素であり、特に内部統制報告書ならび

にリスクの測定および監視を通じて、経営陣、監督機関およびリスク委員会に対して定期的に報告される。

リスク管理についての詳細は、本「リスク管理」の項、および連結財務書類に対する注記でリスク管理に

関する部分（注記3）（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了

した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

リスク管理および恒常的統制部門

リスク管理事業部門は、規則第97-02号の改正（ACPRの監督下にある銀行、支払サービスおよび投資サービ

ス部門の企業の内部統制に関する2014年11月3日付命令（その後の改正を含む。）によって廃止された。）に

より2006年度に設置された。

リスク管理事業部門は、当行グループのリスク（信用リスク、財務リスクおよび業務リスク。具体的に

は、財務および会計情報の質、物理的セキュリティおよび情報システム、事業継続性、ならびに外部委託さ

れた主要なサービスの監督、気候リスクおよび環境リスクに関するもの）の全体的な管理および恒常的統制

の両方に責任を負う。

リスク管理は、当行グループのシステムに基づいているが、これは新規業務の開始または新商品の発売時

を含む事業部門の戦略をリスク通知の対象とし、影響を受けやすい各事業体および業務について正式にリス

クの枠組みの制限を設定するものである。これらの制限は、少なくとも年1回、または業務もしくはリスクに

変化があるたびに検討され、グループ・リスク委員会の検証を受ける。これらに加えて、主要な取引相手先

についてのグループ横断的制限も設定される。潜在的リスクのマッピング、確定済みのリスクの測定および

監視は、当該業務に関して定期的に調整される。

監査計画は、業務およびリスクの変化に対して相応に適合している。

かかる事業部門は、一切の業務機能から独立してクレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行取締役に

直属するクレディ・アグリコル・エス・エーのグループ最高リスク責任者の管理下に置かれる。フランス国

内および世界各地の当行グループの各事業レベルで事業部門と緊密に連携する、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーのグループ横断型機能（グループ・リスク管理部門）、ならびに分散されたリスク管理および恒常

的統制部門で構成される。リスク管理事業部門は、2024年度末現在、クレディ・アグリコル・グループの範

囲で3,650人近くを雇用していた（常勤従業員）。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの中央リスク管理および恒常的統制機能

クレディ・アグリコル・エス・エー内において、グループ・リスク管理部門は、当行グループのリスクお

よび恒常的統制システムの指導や全体的な管理に責任を負う。

 

全体的なグループ・リスク管理
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当行グループのすべてのリスクの連結測定および管理は、連結およびリスク管理措置（基準、方法、情報

システム）を規定および実施するリスクタイプ別の専門ユニットを通じて、グループ・リスク管理部門が中

央で行う。

グループ・リスク管理部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの各子会社および地域銀行との全体的

な関係および個別の関係に責任を負う「事業部門リスク管理」機能を有する。

当行グループのリスクの監視は、事業リスク部門管理ユニットが、特にグループ・リスク委員会および地

域銀行のリスク監視委員会を通じて行う。

また、すべての事業体に適用され、最も重要なリスクについては毎月個別委員会（警告監視委員会）に報

告される警告手続を通じても行われる。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、コミットメントのすべてのカテゴリ（オンバランスシートおよび

オフバランスシート）およびポジションの統合、同一グループに所属する企業に対するコミットメントの一

元管理、すべてのポートフォリオの集約ならびにリスクレベルの区別等によって、包括的かつ正確にリスク

を測定する。

これは、ストレス・シナリオに基づくリスク特性の歪みの個別測定、および各種シナリオに基づく定期的

評価によって補完される。

規制遵守に加えて内部管理の観点からも、少なくとも年1回、すべての事業体においてストレス・テストが

行われている。この作業は、当行グループのリスクおよび損益計算書およびその各項目について、経済が著

しく悪化した場合の感応度の測定を強化するため、年次予算編成の一環として行われる。このグローバル・

ストレス・テストは、主要なポートフォリオの感応度テストによって補完される。

クレディ・アグリコル・エス・エー、その子会社および地域銀行による個別または集合的なリスクの監視

には、見積超過額およびその補正、口座の運営、現行の規則に基づく債権の正確な分類（特に減損した貸出

金）、リスク委員会の監視によるリスクの対策レベルの適切性、ならびに主要なリスクおよびポートフォリ

オ（特に影響を受けやすい事業）の定期的レビューを監督するシステムが必要である。

これらと著しく異なり不確実なリスクに関して、クレディ・アグリコル・エス・エーは、子会社が採用す

るリスク政策および枠組みを積極的に見直す方針を推進している。さらに、当行グループの主要な機能横断

型ポートフォリオ（住宅、エネルギー、専門家および農業従事者、消費者金融、プライベート・エクイティ

等）は、グループ・リスク委員会（CRG）が分析済みである。CRGにおいて検討されたリスクの枠組みがカ

バーするリスクの範囲には、モデル・リスク、業務リスク、コングロマリット・リスクおよび環境リスクも

含まれる。

異常が長引いたときのために、その重要性に応じた警告および上申手続がある。

 

業務リスクの恒常的統制

グループ・リスク管理部門は、恒常的統制システムの調整を行う（リスクタイプ別の主要な統制指標の定

義、業務リスクの評価と恒常的統制結果を統合する単一ソフトウェア・プラットフォームの活用、当行グ

ループ内の関連する様々な連結レベルに対する統制結果報告のまとめ）。

 

当行グループの各事業部門レベルに分散されたリスク管理および恒常的統制機能
クレディ・アグリコル・エス・エー内

この事業部門の機能は、階層的組織によって運営され、各子会社または事業部門につきリスク管理責任者

（responsable de la fonction de Gestion des risques－RFGR）が任命される。事業部門のリスク管理責任

者（RFGR）は階層的にはグループ最高リスク責任者の監督下にあり、機能的には当該子会社の業務執行陣

（CEOまたはCEO代理）の監督下にある。この位置づけにより、各子会社または事業部門のリスク管理および

恒常的統制部門の独立性が保証される。

各子会社または事業部門は、RFGRの責任の下、本格的な機能（連結ベースでの全体の監督範囲にわたり事

業体の持続可能性を保証する可能性が高い、徹底的かつ統合されたリスクのビジョン）を実施するため、リ

スクの管理および恒常的統制システムの遵守を確実にするのに必要な資金を調達する。
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各子会社または事業部門とグループ・リスク管理部門との関係は、以下の主要な要素を中心としている。

■　各子会社または事業部門による、グループ・リスク管理部門が策定した当行グループの機能横断的基準

および手続を実施すること。

■　グループ・リスク管理部門の助言に基づきグループ・リスク委員会が検証し、当該事業体全体のコミッ

トメント限度を具体的に明記した、各子会社または事業部門のためのリスクの枠組みを決定すること。

■　グループRFGRから、職務の遂行において階層的にグループRFGRの監督下にある事業部門RFGRへの、権限

委任の原則。当該事業部門RFGRの透明性、およびグループ・リスク管理部門に対する警告を条件とす

る。

 

地域銀行の範囲において

リスクに関する銀行規則は、各地域銀行に個別に適用される。それぞれが自己のリスク管理および恒常的

統制システムに責任を負い、リスク管理および恒常的統制を担当するRFGRを有し、当該RFGRは地域銀行の業

務執行陣（CEO、CEO代理、またはジェネラル・マネージャー代理）に直属し、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの中央機関としてのグループ・リスク管理部門と機能的に連携している。またRCPRは、法令遵守担

当役員の職務についても責任を負う。これが当てはまらない場合、法令遵守担当役員は業務執行取締役に直

属する。

さらに、中央機関であるクレディ・アグリコル・エス・エーは、特にグループ・レベルでの恒常的統制シ

ステムの実施のために必要な基準を地域銀行に周知させるなど、グループ・リスク管理部門を通じて、地域

銀行が負うリスクを一元管理し、地域銀行のリスク管理事業部門を統一、監督、調整および管理する役割を

有する。

また、地域銀行が負う重大な信用リスクについては、クレディ・アグリコル・エス・エーの完全子会社で

ある金融機関フォンカリスに、部分保証のため提示される。地域銀行はフォンカリスに対しその主要な業務

について（地域銀行とフォンカリスとの間で定められた基準を上回る場合に）念書を要求する義務を負う

が、このことは中央機関にとって、関連するリスクを引き受ける前に評価する効果的なツールとなる。

 

事業継続性および情報システム・セキュリティ計画のための内部統制システム

実施されている内部統制システムにより、当行グループのセキュリティ・ガバナンス機関に対し、事業継

続性計画および情報システムのセキュリティに係るリスクの監視に関して、主要事業体の状況を定期的に報

告することができる。

 

事業継続性計画

ITバックアップ計画に関して、クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社および39の地域銀行の大多数

における、グリーンフィールドの安全なBIサイトをホストとするIT制作は、構造的に、サイトからサイトへ

のバックアップ・ソリューションの恩恵を受ける。

これらのソリューションは、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社について経常的にテス

トされる。地域銀行は、同じやり方でテストを行う。

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社でグリーンフィールドによるIT管理を受けていないものは、

定期的にテストされ、障害時には再起動されることが合理的に保証されたITバックアップ・ソリューション

を有している。

ユーザー・バックアップ計画に関しては、当行グループは、物理的な二拠点バックアップ・システムを部

分的に解体し、COVID-19の危機の際に広くテストされた大規模なテレワーク・システムに置き換えた。ただ

し、一部の活動（トレーディング・ルーム）には物理的なバックアップ・サイトが未だ存在しており、当行

グループは各事業体の施設の部門横断的な使用を開発している。

また、当行グループの方針に従い、大多数の事業体は、適合した解決策（物理的なバックアップ・サイ

ト、ワークステーション・マトリックス・ベンチおよび危機管理用PCの在庫確保）を通じて、ワークステー

ションへの大規模なウイルス攻撃に対処することができる。
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情報システムのセキュリティ

クレディ・アグリコル・グループは、組織およびプロジェクトについて、ITリスク、特にサイバー攻撃の

脅威に対する抵抗力の強化を続けている。

当行グループのセキュリティ・ガバナンスは、グループ・セキュリティ委員会（CSG）によって実施され

ている。この委員会は、当行グループのドメインごとのセキュリティ戦略を策定し、当行グループのセキュ

リティ・プロジェクトを決定し、当行グループのプロジェクト管理および政策適用のための指標に基づき戦

略の実行を監督し、最後に自己の権限の範囲内である4つの分野（事業継続性計画、データ保護、個人情報お

よび財産の保護、ならびに情報システムのセキュリティ）における当行グループの統制レベルを評価する、

意思決定および業務執行機関である。

情報システム・リスク管理責任者（Manager des risques systèmes d'information－MRSI）および最高情

報セキュリティ責任者（CISO）の機能は、現在、当行グループの事業体の大多数において配置されている。

RFGRに直属するMRSIは、情報を集約し、第二の目として機能する。

金融部門のためのデジタル運用の回復力に関する2022年12月14日付欧州規則第2022/2554号（DORA）は、

2025年1月17日施行である。クレディ・アグリコル・グループは、コンプライアンス（主にITリスク管理、重

大インシデントの報告、レジリエンス・テスト、およびITサービス・プロバイダーにより実施される第三者

リスク管理に関するもの）を徹底するため、関連するガバナンスとともにグループDORAプロジェクトを立ち

上げた。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの個別の内部統制システムならびにリスク管理および監視システム

会計情報および財務情報に係る内部統制システム

当行グループ内で適用される規則に従い、グループ財務部門の組織に関する原則および責任は、手順書に

規定されている。

財務部門は、クレディ・アグリコル・エス・エー内の事業部門として組織された。クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの財務部門は、必要に応じてクレディ・アグリコル・エス・エーの他の部門と協力して財務

戦略を策定し、会計および規制情報、税務、ソルベンシーならびに流動性リスク、金利リスクおよび外国為

替リスクの管理について、当行グループに適用される基準および手法を決定する。また、これらの基準およ

び手法が当行グループのすべての事業に普及し、実施されていることを保証する。

子会社において、最高財務責任者は、階層的には当該事業部門または子会社の責任者の監督下にあり、機

能的にはグループ財務部門取締役の監督下にある。各子会社の財務部門は、各事業部門の特性に応じ、これ

らの分野における当行グループの基準および原則を適用する責任を負う。事業部門の会計管理データおよび

事業管理データの一元管理のための中継を行う場合もある。

当行グループ内の子会社のそれぞれのリスク管理および恒常的統制部門は、財務情報の作成に用いるリス

クデータの作成および当該情報が会計データと正確に調整されていることを確保するための管理を行う責任

を負う。

各事業体は、とりわけ当行グループに適用される基準の遵守、親会社の監督機関が承認した親会社の財務

書類との整合性、会計および経営データの調整等につき、連結要件に沿って当行グループに伝達された会

計、経営およびリスクのデータの質を保証するための手段を有していなければならない。

 

当行グループの財務組織

財務においては、会計および規制情報部門、財務コミュニケーション部門、ならびに経営統制部門が、主

に公表される会計および財務情報の作成に寄与している。

 

会計および規制に関する情報
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会計および規制情報部門の主要な目的は、当行グループの親会社の財務書類および連結財務書類ならびに

規制報告（財務報告の目的を有し、かつIFRS第8号に準拠した事業部門の定義に基づくクレディ・アグリコ

ル・エス・エーのセグメント情報を含む。）の作成である。

かかる目的を達成するため、同部門は、適用される規制に従い、当行グループに適用される会計基準およ

び会計原則を定め、これを回覧する。会計部門は、会計枠組みを監督し、会計情報システムおよび当局に対

する報告のシステムの構造を監督する規則を策定し、財務書類の連結に係る会計上の過程および当局に対す

る報告について管理する。

 

経営統制

グループ経営統制部門は、財務指導部門の中で、経済資本の配分規則を定義し、かつこれについて規則を

策定し（定義および配分方針）、クレディ・アグリコル・エス・エーの予算および中期計画を連結、作成お

よび数値化し、予算を監視する。かかる目的を達成するため、グループ経営統制部門は、当行グループの経

営統制システムの経営統制の過程、方法、構造および管理規制を定める。

 

財務コミュニケーション

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務コミュニケーション部門は、すべての投資家カテゴリにわたる

情報の一貫性を保証する。同部門は、株主、金融アナリスト、機関投資家、および格付機関に向けたプレス

リリースおよび発表で公表された情報ならびにフランス金融市場機関（AMF）の承認を受けた書類に含まれる

情報について責任を負う。これに関し、最高経営責任者ならびに指導および管理部門担当の最高経営責任者

代理の責任の下で業務を行う上で、財務コミュニケーション部門は、特に当行グループの財務体質、収益性

および見通しについて第三者が意見を形成するために必要とする、クレディ・アグリコル・エス・エーの業

績、財政構造および事業部門の変更の提示の基礎として用いられる資料の提供を行う。

 

会計情報および財務情報の作成および処理の手続

当行グループの各事業は、当行グループおよび報告を行う規制当局に対し、監督機関から承認を受けた親

会社の財務書類について責任を負う。監査委員会がある場合は、事業の規模により、これらの財務書類は監

査委員会によって事前に検討される。

クレディ・アグリコル地域銀行については、財務書類が作成され次第、クレディ・アグリコル・エス・

エーの会計および規制情報部門により承認される。これは中央機関としての責任の1つである。

クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類は、監査委員会に提出され、クレディ・アグリコル・

エス・エーの取締役会による承認を受ける。

公表された財務情報の大部分は、会計データならびに経営データおよびリスクデータに基づいている。

 

会計データ

個別の各事業の数値は、当該事業が営業を行う国に適用される会計基準に従い作成される。当行グループ

の連結財務書類の作成のため、現地の財務書類をクレディ・アグリコル・エス・エーが採用しているIFRSの

方針および原則に従うよう修正再表示する。

 

経営およびリスクのデータ

経営および／またはリスクのデータは、グループ財務部門またはグループ・リスク管理部門により作成さ

れる。このデータは、最終的な会計情報とともに、同じ定義および精度基準で報告され、当行グループの内

部管理報告のインプットとして使用される。会計データと調整された経営データまたはリスクのデータは、

特定の当行グループの規制連結報告書のインプットとして使用することができる。

さらに、外部の情報源（ECBおよびフランス銀行）からの情報が、特に市場占有率の計算において、経営

データに利用される場合がある。
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金融市場機関（AMF）および欧州証券市場監督局（ESMA）の勧告に従い、公表される財務情報の作成のため

の経営データの使用は、以下のガイドラインに従わなければならない。

■　公表される財務情報の種類の分類：原価会計の情報、見積データ、予想または傾向

■　財務情報が引き出された情報源に係る明確な記載。公表されたデータが会計情報から直接的に抜粋され

たものでない場合、計算方法の情報源および定義が記載される。

■　同一の情報源、計算方法および方法論が継続的に利用されていることを示す、長期的な数値および指標

の比較

 

統制システムに関する記述

統制システムの目的は、会計情報および財務情報の質に影響する可能性があるリスクに確実に対応するこ

と、ならびに規制当局に対する報告が十分かつ効果的であるよう確認することである。

この機能は、グループ財務部門の会計および規制情報部門（レベル2.1の管理者）と、グループ・リスク管

理部門のグループ財務リスク部門（レベル2.2の管理者）という2つの部門において、補完的に行われてい

る。

会計統制および規制報告ガイドは、クレディ・アグリコル・グループのすべてのレベル2.1の管理者および

レベル2.2の管理者のための登録文書である。

 

会計および規制情報部門におけるシステム

経営陣の生産部門との階層的な関係がないため、レベル2.1の管理者は、クレディ・アグリコル・エス・

エーの企業データおよびクレディ・アグリコル・グループの連結データに関して行われる業務活動ならびに

規制報告書の作成を統制することができる。管理者は、会計および規制情報に関連して当行グループ内で適

用される一次的な統制に関する方法論の策定に参加し、地域銀行および子会社のレベル2.1の管理者を支援す

る。

 

グループ・リスク管理部門におけるシステム

恒常的統制業務は、階層的にグループ・リスク管理部門におけるグループ財務リスク部門の監督下にあ

り、以下のことを確実に行う。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーの親会社の財務指導部門を除く、財務部門の業務部門の恒常的統

制。

■　財務コミュニケーション部門の恒常的統制。

■　経営統制を含む、クレディ・アグリコル・エス・エーの親会社の財務指導部門（Direction du pilotage

financier－DPF）の監督。

■　自己の責任の下でクレディ・アグリコル・エス・エー内の各部門について恒常的統制のガバナンスを調

整する。

■　地域銀行および子会社のレベル2.2の管理者のネットワークと緊密に連携した、クレディ・アグリコル・

グループのすべての事業体の会計および規制報告に関する恒常的統制システムの管理、監視および監

督。

■　事業体が監督された恒常的統制システムの徹底分析に基づいて提示するリスクの枠組みに関連して、会

計リスクについての意見を述べる。

■　クレディ・アグリコル・グループ内の会計および財務情報の統制方法を策定する。

 

法定監査人との関係

包括的な財務情報が含まれる一括登録書類、そのアップデート、新たな債券または株式の発行にあたり作

成される要項および目論見書は、金融市場機関（AMF）の承認または登録に従う。
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適用される専門的監査基準に従い、法定監査人は公表された会計情報および財務情報について適切と認め

る手続を行う。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーの個別財務書類および連結財務書類の監査

■　中間連結財務書類のレビュー

■　四半期財務情報の通読

法律により法定監査人に課される義務の一部として、法定監査人は、クレディ・アグリコル・エス・エー

の監査委員会に対し、全体的な職務計画、実行した様々な抽出検査、職務執行に際し検討した会計情報およ

び財務情報に係る職務に関する結論、ならびに会計情報および財務情報の作成および処理に利用される手続

に関して言及される内部統制の重大な脆弱性に関する結論を提出する。

 

法令違反リスクの防止および統制

2.10「法令違反リスク」の項を参照。

 

定期的統制

独立性を保証するためクレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行陣に直属するグループ管理・監査部

門は、クレディ・アグリコル・グループにおける統制の最高レベルである。その唯一の責任は、実行する任

務、クレディ・アグリコル・エス・エーの監査管理事業部門（階層的に、または現地規定により現地の階層

的指揮系統が義務付けられる例外的な場合は機能的に、当該部門の監督下にある。）の運用、および地域銀

行の内部監査ユニットの監督および調整を通じて、クレディ・アグリコル・グループの定期的統制を確保す

ることである。

同部門は、システムを統制する文書に従って以下の業務を行う。

■　ACPRの監督下にある銀行、支払サービスおよび投資サービス部門の企業の内部統制に関する2014年11月3

日付命令（2021年2月25日付命令によるその後の改正を含む。）（以下「2014年11月3日付命令」とい

う。）第12条

■　マネー・ロンダリング防止、テロ資金供与対策および資産の凍結に関する2021年1月6日付命令（2021年2

月25日付命令によるその後の改正を含む。）（以下「2021年1月6日付命令」という。）第13条

■　内部監査人協会（IIA）による専門職的実施の国際フレームワーク（IPPF）の、フランス監査・内部統制

協会（Institut français de l'audit et du contrôle interne－IFACI）によるフランス版に規定され

た内部監査基準

アップデートされたリスク・マッピング・アプローチ（これにより1年から最長5年の監査サイクルとな

る。）に基づき、当該部門は、地域銀行およびその子会社、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその

子会社の各ユニットについて、それらが独自の内部監査・管理ユニットを有している場合を含め、監査計画

に対する協調的アプローチの一環として、現地でおよび書面により監査を行う。

グループ管理・監査部門が行う任務は、専門基準によって定められた保証の割当である。これは、以下を

評価し、組織の全体的な機能の質および効率を確保することを目的としている。

■　2014年11月3日付命令第11条および2021年1月6日付命令第13条で言及された統制システムの適切性および

有効性、ならびに監査対象分野の財務、経営および業務に関する情報の信頼性および正確性を確保する

ための統制システムの適切性および有効性。

■　クレディ・アグリコル・グループが直接または外部委託した活動（特定、記録、管理、ヘッジ）を通じ

て引き受けたリスクのうち上記の命令に記載されているもの、具体的には信用リスク（集中、希薄化お

よび残価リスクを含む。）、市場リスク、流動性リスク、グローバル金利リスク、仲介リスク、決済リ

スク、マネー・ロンダリングおよびテロ資金供与に関するリスク、ならびに業務リスクの様々な要素の

統制および実際のレベル。これには、内部および外部の不正リスク、ITリスク、事業中断リスク、法的

リスク、法令違反リスク、ベーシス・リスク、証券化リスク、システミック・リスク、モデル・リス

ク、過剰なレバレッジ・リスクおよび環境リスクが含まれる。
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■　業務における適用法令ならびに内部規則および手続の遵守。

■　手続におけるリスク・アペタイト・フレームワーク、当行グループの戦略および業務執行陣の決定の法

令遵守。

■　第1の防衛線および第2の防衛線によって実施され報告される統制の適切性、質および有効性。

■　様々な内部または外部の監査機関がその任務の遂行中に行った提言の合理的な期間内の実施。

■　組織の全体的な機能の質および効率の確保。

グループ管理・監査部門の任務は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者、最高経営責任

者代理、最高リスク責任者および法令遵守責任者、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会およびそ

の小委員会、ならびに監査対象である部門または事業体の役員および監督機関に対して、クレディ・アグリ

コル・グループを構成する事業体の業務および内部統制に関する専門的かつ独立した意見を提供する。

グループ管理・監査部門はまた、重大な内部または外部の不正が疑われるかもしくは証明された場合、ま

たは監査計画マッピングの分類に該当しない問題に関連する特別な任務を行う場合に、調査を実施し、また

は業務支援を行うことができる。グループ管理・監査部門は、随時、自己の提案または業務執行陣の要求に

より、コンサルティング業務を実施することができる。本コンサルティング業務の目的は、当行グループの

ガバナンス、リスク管理および統制プロセスの改善を提案することである。

グループ管理・監査部門は、すべての子会社の監査管理事業部門を中央で監督し、地域銀行の定期的統制

を監督および調整することで、監査実務を最良のレベルで調和させて統制の効果を拡大し、当行グループの

各種事業の業務の安全性および合規性を確保し、共通の専門分野を伸ばす。

グループ管理・監査部門と子会社の監査部門との共同監査が定期的に行われ、最良の監査実務を伝え合う

場となっている。テーマ別および横断的調査は特に重視している。

また、グループ管理・監査部門は、各事業体の業務執行陣、内部監査責任者、リスク管理部門責任者なら

びに法令遵守責任者が参加する当該グループ子会社の内部統制委員会の枠組みにおいて、監査計画が適切に

実行されていること、リスクが適切に統制されていること、および、より一般的に、各事業体の内部統制シ

ステムが適切であることを確認する。

クレディ・アグリコル・エス・エーの管理・監査部門、監査管理ユニットまたは外部監査（規制当局、場

合により外部企業）が行う任務は、正式な監督システムの対象である。これらの任務の終了時に行われる各

提言につき、当該システムにより、是正措置計画の進捗、その詳細な日程および優先順位に従った実施を確

認することが可能となり、グループ管理・監査部門責任者は必要に応じて、ACPRの監督下にある銀行、支払

サービスおよび投資サービス部門の企業の内部統制に関する2014年11月3日付命令（その後の改正を含む。）

第26b条に基づき、監督当局およびリスク委員会に警告する義務を行使することが可能となる。

内部統制に関する2014年11月3日付命令（その後の改正を含む。）第23条に従い、グループ管理・監査部門

責任者は、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会に対して、任務の履行に関する報告を行う。

監査管理事業部門は、2024年度末現在、1,354人の常勤従業員で構成されていた。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーに888人

■　地域銀行に466人

 

2.4　信用リスク

《監査済》信用リスクは、取引相手先が債務を履行することができなくなった場合で、当行の勘定におけ

るかかる債務の帳簿価額がプラスであるときに発生する。取引相手先は、銀行、事業会社もしくは商事会

社、政府および政府が管理する様々な組織、投資ファンド、または個人のいずれもあり得る。

 

債務不履行の定義

管理に用いる債務不履行の定義は、自己資本の計算に用いるものと同じであり、当行グループの各事業体

における新たな債務不履行に関する規制健全性要件に適合するよう、2020年度に変更された。

すなわち債務者は、以下の2つの条件の1つ以上が満たされた場合に債務不履行とみなされる。
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■　支払が期限より90日を超えて遅滞し、かつ、規制の重要性基準を超えている場合。ただし、かかる遅滞

が債務者の財政状態とは無関係の理由によることを証明する特殊な事情があるときは、この限りではな

い。

■　債務者が債務を返済する見込みがないと当該事業体が判断した場合。ただし、当該事業体が担保権を行

使するなど何らかの措置を講じているときは、この限りではない。

エクスポージャーは、貸付、債務証券、財産証書、履行交換契約、履行保証または未使用の融資コミット

メントのいずれの可能性もある。またこのリスクには、安全な決済システム外で現金または現物の交換を伴

う取引に固有の、決済リスクが含まれる。

 

条件緩和債権

EBAの定義による条件緩和（支払猶予）は、1つまたは複数の与信契約ならびに借換えについて、顧客の資

金難を理由に合意して行われた一切の変更をいう。

EBAの定義による条件緩和が行われると、条件緩和時点でエクスポージャーが正常先に対するものであれ

ば最低2年、条件緩和時点でエクスポージャーが債務不履行であれば3年、当該エクスポージャーは「条件緩

和債権」に分類される。当行グループの基準で規定された特定の事由（さらなるインシデント等）が発生し

た場合、これらの期間は延長される。

この点について、当行グループの事業体は、これらのエクスポージャーを特定および管理するための、状

況によりその特異性および事業部門に合わせたソリューションを整備している（専門家による判断、アルゴ

リズム・ソリューション、またはそれら2つの組み合わせに基づく。）。またこのような方法により、このこ

とについて四半期ごとに規制報告書を作成するという要件を満たすことが可能になる。

支払猶予中の貸出金額（ITS 2013-03の定義による。）については、連結財務書類に対する注記3.1（「第

6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財

務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。債権に適用される会計方針および原則につ

いては、連結財務書類に対する注記1.2（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023

年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されてい

る。

 

Ⅰ．目的および方針

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社による信用リスク負担は、当行グループおよび事業

体のリスク選好、ならびに取締役会が確認し、グループ・リスク委員会（クレディ・アグリコル・エス・

エーの業務執行委員会の下部委員会であり最高経営責任者が委員長を務める。）が承認したリスクの枠組み

に適合していなければならない。リスクの枠組みは、各事業部門およびその発展プランに応じて調整されて

いる。リスク戦略は、適用される全体的制限、介入基準（適格取引相手先のタイプ、適格商品の内容および

満期、ならびに必要担保）および意思決定権の委任に関する取決めを定める。これらのリスクの枠組みは、

各事業部門、事業体、事業分野または国の必要に応じて調整される。事業部門は、これらのリスクの枠組み

を遵守する責任を負い、かかる遵守は、リスク管理責任者が監督する。

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクも、クレディ・アグリコル・

エス・エーが負う主要な集中リスクを削減するため、積極的にポートフォリオ管理を行っている。当行グ

ループは、カウンターパーティー・リスクを削減および多様化し、資本利用を最適化するため、クレジッ

ト・デリバティブまたは証券化メカニズム等の金融商品を活用している。同様に、潜在的なリスク集中は、

外部の銀行とのシンジケート・ローンおよびリスク・ヘッジ手段である商品（信用保険、デリバティブ）の

利用によって、軽減される。

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社は、特に特定の業種または国に影響を与える危機が

発生した場合の信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーを制限するた

め、リスクの分散を図っている。このため、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社は定期的
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に、取引相手先、売買目的ポートフォリオ、事業分野および国別に、エクスポージャーのタイプに応じた内

部計算方法を使用して、総エクスポージャーを監視している（具体的にはⅡ.－2.2．「信用リスクの測定」

の項を参照。）。

信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーの質の悪化に関するリスクを

削減するため、当行グループは、特にクレジット・デリバティブの購入を行うヘッジ戦略を適用する場合が

ある（信用リスクについてはⅡ.－4.3．「クレジット・デリバティブの使用」の項を参照。）。

リスクが証明されると、個別またはポートフォリオ・ベースの減損政策が実施される。

具体的には、市場取引におけるカウンターパーティー・リスクに関して、このリスクタイプの貸倒引当金

の構成に係る政策は、信用リスクに類似している。経済的に集合的減損引当金に相当する支払能力のある

「正常先」顧客については、信用評価調整（CVA）が記録され、債務不履行の取引相手先については、債務不

履行に陥る前に繰り入れていたCVA額を考慮し、デリバティブ商品の状況に応じて個別引当金の金額が決定さ

れる。

債務不履行の場合、信用リスク引当政策と同じ原則に従って減損額が評価され、予想損失は「ウォーター

フォール」（キャッシュ・フロー充当順位）におけるデリバティブ商品の位置づけに応じる。ただし、CVAプ

ロセスを考慮し、デリバティブがそのまま残されるか（CVAまたは個別減損）、または清算されるか（個別減

損）、2つの結果があり得る。

 

Ⅱ．信用リスク管理

1．リスク・テーキングの一般原則

すべてのクレジット物の取引には、顧客の債務返済能力および最も効率のよい取引構造（特に担保および

満期）について、徹底的な分析が必要である。この分析は、当該事業部門または事業体のリスクの枠組み、

ならびに個別および全体のすべての制限に従って行わなければならない。最終的なコミットメントの決断

は、取引相手先の内部格付に基づくものとし、コミットメント・ユニットまたは信用委員会が、当該リスク

管理および恒常的統制事業部門の代表者が所定の承認システムの一環として述べた独自の意見に基づいて行

う。グループ・リスク委員会およびその委員長は、当行グループの最終的な意思決定機関である。

融資を決断する際には、リスクとリターンの分析を行わなければならない。法人営業および投資銀行部門

の場合は、取引の収益性を事前に計算することを意味する。

さらに、企業、銀行、金融機関、公共部門または第三セクターの別を問わず、すべての種類の取引相手先

に対して、個別リスク制限の原則が適用される。

 

2．リスク測定方法およびシステム

2.1．内部格付システムおよび信用リスク連結システム

内部格付システムは、信用リスクの評価、債務者の格付、および債務者の債務不履行時の損失予測に用い

るすべての手法、手続および制限を網羅する。内部格付システムの管理は、当行グループの最高リスク責任

者が委員長を務める標準方法委員会（Comité des normes et modèles－CNM）に依拠している。この委員長

は、クレディ・アグリコル・グループ内のリスクの測定および統制の基準および手法を認証し、これを広め

ることに責任を負う。具体的には、CNMは次の事項を検討する。

■　リスクの特定および測定に関する規定：具体的には、取引相手先の格付評価方法、信用評価およびバー

ゼルのリスク・パラメータの推定値（デフォルト率、クレジット換算係数、債務不履行時の損失）、な

らびに関連する組織的手続

■　小口顧客と大口法人顧客との区分、および関連する手続（リスク統合情報システムのデータ入力等）

■　格付およびリスク評価方法の実績（バックテスト結果の年1回以上の見直しによる。）

■　格付の使用（共通のシンタックス、用語集およびベンチマークの検証）
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個人（具体的には、住宅ローンおよび消費者金融）および中小企業に対する貸出金を含む小口顧客につい

ては、各事業体は、クレディ・アグリコル・エス・エーが定めたグループ基準に従って、格付システムを規

定、実施および実証する責任を負う。

LCL、CAイタリアおよび消費者金融子会社（クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アン

ド・モビリティ）は、独自の格付システムを有している。すべての事業体において、自己資本規制要件の計

算に使用するパラメータのバックテスト手続が規定され、利用可能である。当行グループが利用する内部モ

デルは、行動の説明変数（例：当座勘定の平均残高）および変数の特定（例：事業セクター）に関して確立

された統計モデルに基づいている。使用するアプローチは、顧客（個人顧客、農家、小規模企業および零細

企業）主体でも、商品主体でもよい。格付の根拠となる推定年間デフォルト率は、年1回見直される。

大口顧客については、クレディ・アグリコル・グループは、単一格付スケールを採用している。このス

ケールは、「正常先」の13等級（A+、A、B+、B、C+、C、C-、D+、D、D-、E+、E、およびE-）および「債務不

履行」の2等級（FおよびZ）からなる。単一格付スケールにおける「正常先」の各等級は、（ⅰ）アクセス可

能なサイクルにおけるデフォルト率（PD）の範囲で、（ⅱ）2つの連続する等級の範囲が重複しないように、

かつ、（ⅲ）2つの連続する等級の確率の中央値が指数関数的に増加するように、決定される。

このようなスケールでは、以下の3つの原則が保証される。

1.　格付の範囲や当行グループの事業体にかかわらず、取引相手先、グループ、その子会社または保証人の

いずれであるかに関係なく、取引相手先の信用リスクレベルを評価できるようにする、比較可能性の原

則。

2.　同一の等級を付与された2つの取引相手先の債務不履行リスクレベルが確実に同一になるようにする、等

級内の均一性の原則。

3.　異なる等級を付与された2つの取引相手先の債務不履行リスクレベルが相当に異なるようにする、不均一

性の原則。

単一スケールにより、クレディ・アグリコル・グループ・レベルでのリスクレベルについて共通の参照基

準を定めることが可能となり、当行グループの事業および事業部門全体での共通の言語および慣行の確立、

ならびに機能横断的な用途の開発が促進される。

 

グループ内格付と格付機関による格付との比較

 

クレディ・

アグリコル

・エス・エー

による格付

A+ A B+ B C+ C C- D+ D D- E+ E E-

S&P/フィッチ AAA AA+ AA/AA- A+/A/A- BBB+ BBB BBB- BB+/BB BB- B+/B B- CCC+
CCC/CCC-

/CC/C

ムーディーズ Aaa Aa1 Aa2
Aa3/A1/

A2/A3
Baa1 Baa2 Baa3 Ba1/Ba2 Ba3 B1/B2/B3 Caa1 Caa2 Caa3/Ca/C

ベンチマーク

デフォルト率

(0％-

0.01％)

(0.01％-

0.02％)

(0.02％-

0.04％)

(0.04％-

0.10％)

(0.10％-

0.20％)

(0.20％-

0.30％)

(0.30％-

0.60％)

(0.60％-

1.00％)

(1.00％-

1.90％)

(1.90％-

4.90％)

(4.90％-

11.80％)

(11.80％-

19.80％)

(19.80％-

100％)

 

クレディ・アグリコル・グループにおいて、大口顧客カテゴリは、主として、ソブリンおよび中央銀行、

企業、地方自治体、専門金融会社ならびに銀行、保険会社、資産運用会社およびその他の金融機関からな

る。内部格付手法は、財務および定性的基準に基づき個別の各リスク特性に適応しており、各種大口顧客に

適用される。大口顧客については、クレディ・アグリコル・グループの各事業体は共通の内部格付方法を有

している。取引相手先の格付は、遅くとも取引相手先が支援を申し込んできた時点で行われ、毎回の更新時

に、またはリスクの質に影響を与え得る出来事が起こったときにアップデートされる。格付は、フロントオ

フィスから独立した部署から承認を受けなければならない。格付は、少なくとも年1回見直される。各取引相
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手先が、クレディ・アグリコル・グループ内において唯一の格付を有するよう、当該取引相手先に支援を提

供するすべての事業体を代表して、当行グループの単一の事業体が格付を行う。

大口顧客であるか小口顧客であるかにかかわらず、格付プロセス全体を通じてクレディ・アグリコル・エ

ス・エー、およびその子会社が行う格付監視システムは、以下の事項に関するものである。

■　リスクの特定および測定に関する規定：具体的には使用する方法

■　債務不履行事由の取扱いにおける、連結ベースでの統一性

■　内部格付方法の適切な使用

■　内部格付の根拠となるデータの信頼性

CNMは、格付方法の承認時および年次バックテスト時に、これらの原則が守られていることを確認する。

さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社は、以下の目的において、引き続きリスク

追跡システムの改善に重点的に取り組んでいる。

■　第三者およびグループのリスク管理：格付の独自性を確保し、バーゼル・ポートフォリオに一貫してエ

クスポージャーを割り当てるために極めて重要な、当該事業体内にリスクを有する第三者およびグルー

プの正確な特定、ならびに第三者およびグループの部門間リスク情報管理の改善を目指すもの

■　ソルベンシー比率の計算プロセスの質を保証するための決算プロセス

ACPRは、クレディ・アグリコル・グループが、グループの大半の小口顧客および大口顧客ローン・ポート

フォリオについて、信用リスクの自己資本規制要件を計算する際に内部格付システムを使用することを承認

した。

グループ全体に内部格付システムを展開することで、当行グループは、現行の規制規則に準拠したリスク

指標に基づきカウンターパーティー・リスクの管理を行うことができる。大口顧客に対しては、現在まで数

年間利用してきた単一の格付システム（同一のツールおよび方法、データの共有）によって、とりわけ当行

グループの複数の事業体と取引を行う相手先について、カウンターパーティーの監視を強化している。ま

た、このシステムによって、基準および手続、監視ツール、警告手続ならびにリスク引当政策の元になる共

通参照体系を利用することが可能となる。

最後に、法人営業および投資銀行事業部門においては、融資の承認決定、リスクの枠組みの策定および制

限の設定プロセスにおいて、予想損失、経済資本およびリスク調整後利益率の測定が使用される。

 

2.2．信用リスクの測定

信用リスク・エクスポージャーの測定には、実行済融資枠および未使用の融資コミットメントの両方が含

まれる。

市場取引におけるカウンターパーティー・リスクを測定するため、クレディ・アグリコル・エス・エーお

よびその子会社は、スワップおよび仕組商品等の商品の現在および潜在的リスクの見積りに、内部アプロー

チを利用している。

市場取引におけるカウンターパーティー・リスクについては、デリバティブ商品の残存期間にわたる市場

価格の変動に関連する潜在的リスクを評価している。原資産の傾向の統計的観察に基づき、契約の種類と残

存期間に応じて判断される。取引相手先との間のネッティング契約および担保契約により認められる場合、

カウンターパーティー・リスクは、純ポートフォリオおよび適格担保アプローチを用いて評価される。この

方法は、内部のカウンターパーティー・リスク管理を目的として使用される。

カウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーを低減するため、クレディ・アグリコル・CIB

は取引相手先との間でネッティング契約および担保契約を締結している（信用リスクの管理についてはⅡ.－

4.「信用リスク軽減メカニズム」を参照。）。

契約の正の公正価値総額ならびに反対取引による利益および担保として保有する保証契約、ならびに反対

取引および保証契約の効果を調整したデリバティブ商品に対する純エクスポージャーは、連結財務書類に対

する注記6.8「相殺－金融資産」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月

31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。
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当行グループのその他の事業体において、市場取引におけるカウンターパーティー・リスクの根拠は、ク

レディ・アグリコル・CIBにおけるサービス契約の内部規定に基づくツールによって計算されるか、または規

制アプローチに基づいている。

 

3．コミットメントの監督システム

ポートフォリオの過剰な集中を防ぎ、低迷の影響を抑えるため、コミットメントおよび供与基準に関する

個別プロセスに加えて、リスク・エクスポージャーの分割および制限規則が用いられている。

 

3.1．取引相手先または関係取引相手先グループ別の集中監視プロセス

クレディ・アグリコル・エス・エーのすべての事業体の連結コミットメントは、取引相手先および関連す

る取引相手先のグループ別に監視されている。取引相手先グループとは、フランスまたは国際的な法人のグ

ループで、資格および経済活動に関係なく、これらの法人の1社または複数社のエクスポージャーに基づいて

グループ全体の債務不履行リスクに対するエクスポージャー総額を測定できるようなつながりを有するもの

をいう。取引相手先または関係取引相手先グループに対するコミットメントには、当行グループが行ったす

べての融資、ならびにコーポレート・ファイナンス取引、債券ポートフォリオ、融資コミットメントおよび

キャピタル・マーケッツ取引に関するカウンターパーティー・リスクが含まれる。取引相手先および関係取

引相手先グループのエクスポージャー限度は、各子会社または事業部門の内部情報システムにおいて記録さ

れる。複数の子会社が共通の取引相手先を有する場合、内部格付に応じたコミットメント承認限度に基づ

き、グループ・レベルの限度総額が設定される。

各営業事業体は、グループ・リスク管理部門に対し、月1回または四半期に1回、リスク・カテゴリ別のコ

ミットメント額を報告する。主要なノンバンクの取引相手先、すなわちクレディ・アグリコル・グループの

コミットメント総額がエクスポージャー500百万ユーロから決定され、格付に応じて調整された基準値を超え

る相手方に対するエクスポージャーについては、グループ・リスク委員会に対して個別に報告する。

2024年度末現在、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社が非ソブリン、ノンバンクの10大

顧客に対して有する商業貸出コミットメントは、ノンバンク商業貸出ポートフォリオ全体の6.57％であった

（2023年12月31日現在は6.91％）。個々のポートフォリオは、十分に分散されていた。

 

3.2．ポートフォリオ・レビューおよび部門監視プロセス

事業体または事業部門が定期的に行うポートフォリオ・レビューは、監視プロセスを強化することで、低

迷している取引相手先の特定、取引相手先の格付のアップデート、リスクの枠組みの監視、および事業部門

別等の集中率の変動チェックに利用される。

さらに、法人営業および投資銀行業務は、ストレス・シナリオにおいてポートフォリオがいかに持ちこた

えるかをテストする際に用いるポートフォリオ・モデリング・ツールを有している。

 

3.3．債務不履行およびクレジット・ウォッチの取引相手先の監視プロセス

債務不履行に陥った、またはクレジット・ウォッチに指定された取引相手先は、リスク管理責任者と共同

で、事業部門別に厳重に監視される。また、それらは、当該事業体のセンシティブ・エクスポージャー委員

会による正式な監視、ならびにグループ・リスク委員会および取締役会におけるリスク委員会が四半期ごと

に行う連結ベースの監視の対象でもある。

 

3.4．連結信用リスク監視プロセス

当行グループの信用リスク特性は、リスク・ポジションの主要な変動、その補足およびグループ・リス

ク・アペタイト・ダッシュボードを使用して監視され、少なくとも四半期に1回、グループ・リスク委員会お

よび取締役会に報告される。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 134/1736



さらに、グループ・リスク委員会の会議において、銀行業務リスク、カントリー・リスクおよび主要なノ

ンバンク・リスクについての詳細な定期レビューも行われる。

 

3.5．カントリー・リスク監視および管理システム

カントリー・リスクは、ある国の経済、金融、政治、司法または社会状況が、当行の経済的利害に影響を

与えるリスクである。このリスクは、本質的には「基本」リスク（信用、市場および業務リスク）と変わり

ないが、特定の政治、社会、マクロ経済および金融環境に対する脆弱性によるリスクの集合体である。政府

のカウンターパーティー・リスクを指すソブリン・リスクに対し、カントリー・リスクは、ある国における

全体的なリスク環境を評価する。

クレディ・アグリコル・エス・エーにおけるカントリー・リスクの評価および監視システムは、独自の格

付方法に基づいている。国別の内部格付は、政府、金融システムおよび経済の財務健全性に関する基準、支

払能力および意思、ガバナンスおよび政治的安定に関する基準に基づいている。

一定以上の事業規模を有する国（一部の例外を除く。）については、毎年、限度およびリスクの枠組みの

見直しを行う。

このアプローチを補足するものとして、マクロ経済および金融の不利な仮定による影響をテストするため

のシナリオ分析を行う。当行グループはこれらのテストにより、緊張が極度に達した状況で当行グループが

さらされる可能性のあるリスクについて、総合的に検討することができる。

当行グループは、以下の原則に従ってカントリー・リスクを管理し、統制している。

■　カントリー・リスクに対するポートフォリオの脆弱性の評価に応じて、国別戦略を見直すことで、容認

可能なカントリー・リスク・エクスポージャー限度が決定される。脆弱性の程度は、取引の種類および

構造、取引相手先の質ならびにコミットメントの条件によって決定される。エクスポージャー限度は、

国の状況に応じてより頻繁に見直すことができる。これらの戦略および限度は、リスクに関する問題に

応じて、クレディ・アグリコル・CIBの戦略委員会およびポートフォリオ委員会（CSP）ならびにクレ

ディ・アグリコル・エス・エーのグループ・リスク委員会（CRG）によって認証される。

■　法人営業および投資銀行業務は、当行グループが事業を行う各国について、定期的にカントリー・リス

クを評価し、四半期に1回、かかるカントリー・リスクの格付をアップデートするためのシステムを有し

ている。この格付は、様々な基準（構造的確実性、ガバナンス、政治的安定、支払能力および支払意

思）に基づく国別の内部格付モデルを用いて決定される。四半期ごとの見直しを行う前に、特定の出来

事によって格付が調整されることもある。

■　クレディ・アグリコル・CIBのカントリー・リスクおよびポートフォリオ・リスク部門は、カントリー・

リスクの規模、成熟度および程度がポートフォリオの質に影響を及ぼす可能性のある取引を検証する。

カントリー・リスク・エクスポージャーについては、国に対するすべてのエクスポージャーについて定期

的に具体的な報告を行うことで、量（エクスポージャーの金額および期間）および質（ポートフォリオの脆

弱性）の両方の観点から監視および統制を行っている。

カントリー・リスクの厳重な監視対象となる内部格付（B未満）を有する西欧の国々は、個別に特別監視

処置を受ける。

地域別のセグメント情報は、連結財務書類に対する注記5.2（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1)

2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する

注記」）に詳述されている。

さらに、B未満の格付を有するその他の国々に対するエクスポージャーについては、下記のⅢ.－2.4.「カ

ントリー・リスクに対するエクスポージャー」に詳述されている。▲

 

3.6．信用リスク・ストレス・テスト

信用リスクのストレス・テストは、主として、信用リスク・パラメータ（デフォルト率および債務不履行

時の損失）の変化をマクロ経済変数および財務変数に関連づけるサテライト・モデルに基づいている。これ
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らのモデルは、標準方法委員会によって、バーゼル・モデルと同じ方法で検討および承認される。また、定

量的なストレス・テスト・システムは、毎年バックテストを受ける。これらのサテライト・モデルは、予算

上のストレス（またはICAAPにおけるストレス）および特定のポートフォリオのストレスに対する規制ストレ

ス・テスト（たとえば、EBAが実施した2023年度のストレス・テスト）に使用される。さらに、2018年1月1日

以降、これらのモデルもIFRS第9号に基づく予想信用損失（ECL）の計算に寄与している（下記Ⅳ.－1.項を参

照。）。

EBAの手法に合わせ、信用リスクのストレス・テストはIFRS第9号に基づくバーゼル・パラメータ（デフォ

ルト率、債務不履行時の損失、債務不履行時エクスポージャー）を採用しており、これは債務不履行でない

資産の引当金を含むリスク費用を予測するための経済シナリオ、およびリスク加重資産に関する影響を予測

するためのバーゼル・パラメータを条件としている。

当行グループのリスク管理部門は、関連事業部門および事業体と共同で、様々な分析を補完し強化するた

めの特定の反復的またはオンデマンドの演習を実施し、リスクを適切かつ確実に監視している。この作業

は、グループ・リスク委員会の会議において業務執行陣に提示される。

グローバル信用リスクのストレス・テストは、予算編成の一環として、少なくとも年1回行われる。作業

はグループ・リスク管理部門が調整し、内部格付に基づく（IRB）手法または標準的手法のいずれかを用い

て、規制上取り扱われているかにかかわらず、クレディ・アグリコル・エス・エーのすべての事業体および

すべてのバーゼル・ポートフォリオについて行う。テスト期間は3年（または予算プロセスについては4年）

に設定されている。ストレス・プロセスはコーポレート・ガバナンスの一環であり、リスク費用の感応度に

関するリスクと財務の調整、および経済状況の悪化に対する資本要件を改善することを目指す。グローバル

信用リスクのストレス・テストの結果は、予算編成および自己資本管理に用いられるほか、ICAAPの主要な要

素である。かかる結果は、業務執行委員会が検討し、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会にも報

告される。

 

4．信用リスク軽減メカニズム

4.1．受領した担保および保証

《監査済》保証または担保財産は、信用リスクの全部または一部に対してプロテクションを提供しようと

するものである。

担保として受領した担保財産および保証の適格性、利用および管理についての原則は、（ソルベンシー比

率計算のためのCRRⅡ/CRDⅤシステムに従って）クレディ・アグリコル・グループの標準方法委員会（Comité

des normes et méthodologies－CNM）が決定する。

当行グループの基準で規定されたこの共通枠組みにより、当行グループの様々な事業について、一貫した

アプローチを取ることができる。この枠組みは、特に、使用される信用リスク軽減テクニックのすべて、す

なわち物的担保（とりわけ不動産、航空機、船舶等の資産に対する融資に対するもの）、保証人、国の輸出

信用保険業者、民間の信用保険契約、金融保証保険、クレジット・デリバティブ、および現金担保の健全性

判断の条件、ならびに評価および再評価手法等について定めている。

各事業体は、この枠組みの実施について、業務レベル（管理、評価の監視、実施）で責任を負う。

受領した担保のコミットメントの詳細は、連結財務書類に対する注記3.1および注記9（「第6　経理の状

況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3)

連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

保証または信用強化措置の実行によって取得した金融資産について、当行グループは、かかる資産をでき

るだけ早く売却することを方針としている。

 

4.2．相殺契約の使用

取引相手先と「包括」契約を締結した場合で、当該取引相手先が債務不履行に陥ったとき、または破産手

続を開始したとき、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社は、「クローズ・アウト・ネッ
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ティング」を適用することで、現行の契約を途中解除し、当該取引相手先に関する債務残高純額を計算でき

る。また担保テクニックも利用することで、ヘッジ取引の期間中に、有価証券または現金を、担保または所

有権完全移転の形で譲渡できる。これは、いずれかの当事者が債務不履行となった場合、当該取引相手先と

締結した包括契約による相互債務の残高純額を計算する際に相殺可能である。

 

4.3．クレジット・デリバティブの使用

コーポレート・ファイナンシング・ポートフォリオの管理において、クレディ・アグリコル・CIBは、ク

レジット・デリバティブおよび特に証券化を含む様々なリスク移転手段を利用している。

2024年12月31日現在、クレジット・デリバティブの形で購入したプロテクションの想定元本は2.3十億

ユーロ（2023年12月31日現在は4.2十億ユーロ）で、ショート・ポジションの想定元本は0（2023年12月31日

現在も同じ）であった。

クレディ・アグリコル・CIBは、優れた、規制対象の大手銀行取引相手先およそ10行（すべて投資適格）

を通じて、そのデリバティブを処理する。さらに、これらのデリバティブの100％は、信用リスク・ヘッジ取

引の保証人を務める清算機関を通じて処理される（2023年12月31日現在は75％）。信用デリバティブを決済

できない場合、取引は二国間で処理することができ、フランス、英国または米国を拠点とし、これらの信用

リスク・ヘッジ取引の保証人を務める、優れた、規制対象の銀行取引先（すべて投資適格）を通じて登録さ

れる。当行は、クレディ・アグリコル・CIBのリスク部門が年1回設定し、見直す、銀行取引先ごとの想定元

本限度を適用し、清算機関外のこれらのヘッジ提供者に対する保護の集中を監視している。

信用リスク軽減取引の一環として行われるこれらのクレジット・デリバティブ取引は、市場リスクの集中

をカバーするため、プルーデンス評価に基づいて調整の計算が行われる。

クレジット・デリバティブの残高は、連結財務書類に対する注記3.3「市場リスク」の「デリバティブ商

品：コミットメント額」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に

終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

Ⅲ．エクスポージャー

1．最大エクスポージャー

クレディ・アグリコル・エス・エーの信用リスクに対する最大エクスポージャーは、未認識相殺契約およ

び担保の効果を調整する前の金融資産（貸出金および債権、債務証券およびデリバティブ商品）の正味帳簿

価額である。これについては、連結財務書類に対する注記3.1（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024

年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注

記」）参照。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの信用およびカウンターパーティー・リスクに

対する最大エクスポージャーは、2023年度比13.3％増の1,866十億ユーロであった（2023年12月31日現在は

1,648十億ユーロ）。

 

2．集中

クレディ・アグリコル・グループ内部の取引および買戻契約の一環として当行グループが差し入れた担保

を除き、商業貸出コミットメント（金融機関に対する貸出金および債権、顧客に対する貸出金および債権、

融資コミットメントならびに保証コミットメント）の1,145十億ユーロに対する信用リスクの分析は、以下に

地域別および産業部門別に示すとおりである。

これには特に、主としてバリュー・アット・リスクによって監視されるデリバティブ商品（2.5.「市場リ

スク」の項を参照。）および保険会社が保有する金融資産（ユニット・リンク契約およびUCITSを除き192十

億ユーロ）が含まれていない。
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2.1．ポートフォリオの地域別分散

商業貸出ポートフォリオ（銀行取引相手先を含む。）の地域別内訳は、以下のとおりである。この内訳

は、商業貸出リスクが主として認識される国で表示している。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの商業貸出の地域別内訳

 

エクスポージャーの地域 2024年度 2023年度

アフリカおよび中東 3％ 3％

中央・南アメリカ 2％ 1％

北アメリカ 8％ 7％

アジアおよびオセアニア（日本以外） 5％ 5％

東欧 2％ 2％

西欧（イタリア以外） 14％ 13％

フランス（リテール・バンキング） 15％ 16％

フランス（リテール・バンキング以外） 33％ 34％

イタリア 14％ 15％

日本 5％ 5％

合計 100％ 100％

 

商業貸出の地域別内訳は概して変わりなかったが、フランスの相対的割合はわずかに減少した。

連結財務書類に対する注記3.1（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12

月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）は、顧客および金融機

関に対する貸出金および債権ならびにコミットメントについて、会計情報に基づく地域別内訳を表示してい

る。

 

2.2．ポートフォリオの産業部門別分散

商業貸出ポートフォリオ（当行グループ外の銀行取引相手先を含む。）の産業部門別内訳は、以下のとお

りである。この内訳は、商業貸出リスクが認識される産業部門を反映している。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの商業貸出の産業部門別内訳

 

産業部門 2024年度 2023年度

航空/宇宙 1.8％ 1.8％

農業および食品加工 2.5％ 2.4％

保険 1.5％ 1.2％

自動車 3.4％ 3.2％

その他銀行以外の金融 6.3％ 5.5％

その他産業 2.2％ 2.0％

その他運輸 1.7％ 1.6％

金融機関 1.5％ 1.7％

木材／紙／梱包 0.4％ 0.3％

建設および公共工事 1.8％ 1.7％

リテール／消費財産業 2.2％ 2.2％

その他 3.6％ 3.8％

エネルギー 8.4％ 8.3％

うち、石油およびガス 3.6％ 3.8％

うち、電力および公共サービス 4.9％ 4.5％

不動産 3.0％ 3.1％

重工業 2.8％ 2.7％

IT／テクノロジー 1.7％ 1.6％

船舶 1.7％ 1.5％

メディア／出版 0.3％ 0.3％
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健康管理／医薬品 1.1％ 1.1％

非商業サービス／公共部門／地方自治体 24.2％ 25.5％

電気通信 2.1％ 2.1％

観光／ホテル／飲食店 0.7％ 0.8％

リテール・バンキング顧客 25.2％ 25.6％

合計 100％ 100％

 

商業貸出ポートフォリオの産業部門別内訳はよく分散されており、2024年度も引き続き全体的に変わりな

かった。2つの部門のみが事業の10％超となっており、貸出コミットメントの半分近くを占めていた。「非商

業サービス／公共部門／地方自治体」部門、および「リテール・バンキング顧客」部門は、2024年12月31日

現在、コミットメントのそれぞれ24.2％および25.2％を占めた。

以下の点に注意が必要である。

■　証券化エクスポージャーは主に、クレディ・アグリコル・CIBの各チャネルを通じて融資される証券化プ

ログラムに付与される流動性ファシリティに相当し、売主の活動に応じて異なる部門が有することにな

る。

■　「航空」部門の融資は、非常に質の高い資産の提供、または世界の大手航空機もしくは機器製造業者に

対する資金提供のいずれかを意味する。

■　「自動車」ポートフォリオは、2018年度末以降、特に重視している。大手自動車製造業者には依然とし

て意図的に重点を置いており、主要な機器製造業者に関してはわずかしか変化していない。コミットメ

ントは2021年度から2023年度の間は比較的安定していたが、最近は特にこの部門のエネルギー転換支援

の一環として増加している。

■　「その他」部門は、業務を高度に多角化させている顧客（特に資産／金融持株会社）に関するコミット

メントを含む。

■　「石油およびガス」部門は、様々な原資産、活動および金融形態を含む。石油部門のエクスポージャー

の大部分は、構造的に石油価格の下落に対する感応度が低い企業（公共部門会社、国際的な大企業、輸

送、保管および精製会社）に関するものである。反対に、探査／生産を専門とする顧客および産業投資

レベル（石油サービス）に依存する顧客は、市況に対する感応度が最も高い。数年前から警戒中である

「石油およびガス」部門は引き続き厳重に監視され、プロジェクトに対するアプローチを厳選してお

り、大型の新規取引は信用リスクおよびCSRリスクについて徹底的な分析を受ける。

■　「電力」部門の拡大は、エネルギー転換において顧客と社会を支援したいという当行グループの意向を

反映している。ポートフォリオの半分は、大規模な総合グループまたは多角的グループへの融資で構成

され、3分の1は直接の資産金融である。後者は主に、風力発電や太陽光発電などのグリーン・エネル

ギーの生産を可能にするプロジェクトである。

■　「不動産」ポートフォリオは、主に不動産投資専門家に特化した優良資産の融資からなる。その他の

コーポレート・ファイナンシングは、主として大規模な不動産会社に対して行われ、金利ヘッジを伴う

ことが多い。貸出残高は、フランスの大手デベロッパーに発行された保証およびフランスの（主に公的

な）社会住宅組織に対する金利ヘッジに関するものである。健康危機により投資およびリースは大幅に

減速し、小売店はロックダウンの影響で大きな打撃を受け、観光業は国際的に大きな影響を受けた。さ

らに、マクロ経済環境の不確実性やインフレ圧力を背景に、過去10年と比べて金利が上昇したことで、

不動産資産の価格が見直され、不動産部門は相対的に低迷した。当行グループの高品質なポートフォリ

オは、強靭さを示してはいるが、引き続き厳密に監視されている。

■　「重工業」部門は、主として大規模な世界的鉄鋼、金属および化学グループで構成される。この部門に

おいては、当行グループの企業社会的責任政策に従って石炭セグメントのコミットメントが引き続き減

少した。

■　「船舶」部門の現状は、クレディ・アグリコル・CIBが国外の船舶所有顧客に対して、船舶モーゲージ・

ファイナンスに関するノウハウおよび参考情報を提供した結果である。10年間の困難な時期を経て、船
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舶は2018年度以降、注文と船舶／トン数のより適度な供給によって強化され、回復の兆しが見られる。

それでも、この部門では、中国の健康危機、サプライ・チェーンの混乱、およびロシア・ウクライナお

よび中東の紛争など、世界的な成長や国際的な海上貿易にも影響を与える不安定な状況が続いている。

ただし、分散効果（石油およびガス・タンカー、オフショア船、バルクキャリア、コンテナ船、客船等

の融資）および船舶の融資形態の質（モーゲージの担保および信用保険付）により、このポートフォリ

オの安全性は引き続き比較的高い。

■　「電気通信」部門におけるエクスポージャーは、対象を大型案件やインフラ融資（ファイバーおよび

データセンター）に絞った業務が伸びて2023年度は大幅に（16％）増加したのに続き、2024年度はより

緩やかに（3％）増加した。この部門では、事業者および機器メーカーに対する貸付を行う。この貸付は

主にコーポレート・ファイナンシングからなる。

 

2.3．貸出金および債権残高の顧客の種類別内訳

金融機関および顧客に対して行った貸出金および債権ならびにコミットメントの顧客の種類別集中につい

ては、連結財務書類に対する注記3.1.4（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023

年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されてい

る。

債券を除く貸出金および債権の残高総額（経過利息を含む。2023年12月31日現在の662.5十億ユーロに対

して、2024年12月31日現在は707.7十億ユーロ）は、2023年度から6.8％増となった。これは、主として企業

と小口顧客とに分類することができる（それぞれ43.0％および33.9％）。

 

2.4．カントリー・リスクに対するエクスポージャー

2024年12月31日現在、西欧諸国（イタリア、スペイン、ポルトガル、ギリシャ、キプロス、アイスランド

およびアンドラ）を除き、当行グループの内部格付によってB未満に格付けされた国々におけるクレディ・ア

グリコル・エス・エーの顧客に対する商業貸出（銀行取引相手先を含む。）は、総額78.3十億ユーロであっ

た（2023年12月31日現在は76.2十億ユーロ）。この貸出しの大部分は、クレディ・アグリコル・CIB、ユニオ

ン・ドゥ・バンク・アラブ・エ・フランセーズ（UBAF）（クレディ・アグリコル・CIBが47％所有）および国

際リテール・バンキングによるものである。これらには、受け取った保証のうち控除されたもの（輸出信用

保険、現金預託、質権設定等）が含まれている。

これらの国々におけるエクスポージャー総額の集中は、概して変わりなかった。2024年度末現在、上位

20ヶ国が貸出ポートフォリオに対して占める割合は、2023年度末現在と同様に94％となった。

支配的な地域は、アジア（39％）および中東／北アフリカ（27％）の2つであった。

 

信用格付がB未満の国々に対する商業貸出の推移（単位：百万ユーロ）

 

年度 北アフリカ／中東
サハラ以南の

アフリカ
ラテンアメリカ アジア 中欧および東欧 合計

2024年度 21,204 2,006 9,201 30,474 15,381 78,266

2023年度 19,675 2,203 8,752 29,343 16,178 76,150

 

中東および北アフリカ

中東および北アフリカの国々における貸出しの累計額は、2024年12月31日現在、2023年度末から7.8％増

の21.2十億ユーロとなった。これは主として、サウジアラビアの商業貸出が増加したことによるものである

（1.3十億ユーロ増すなわち28％増）。サウジアラビア、アラブ首長国連邦、エジプト、カタールおよびク

ウェートは、2024年12月31日現在、中東および北アフリカの貸出しの91％を占めていた（2023年12月31日現

在は90％）。
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中欧および東欧

当年度、中欧および東欧における貸出しの累計額は、特に地政学的な状況（ロシア：0.4十億ユーロ減）

によって前年度から再び減少し、5％減（0.8十億ユーロ減）となった。これに加えて、ポーランドにおける

貸出コミットメントもわずかに減少した（0.2十億ユーロ減、または2％減）。2024年12月31日現在、当行グ

ループの貸出ポートフォリオは、引き続きポーランド、ロシアおよびウクライナの3ヶ国に集中しており、こ

の地域の全エクスポージャーの96％を占めていた（2023年12月31日現在は95％）。

 

アジア

インドにおけるコミットメント額が19％（1.1十億ユーロ）増加したことで、アジア諸国における格付がB

未満の貸出しは緩やかに増加した（2023年12月31日現在から4％増すなわち1.1十億ユーロ増）。中国はいま

だにこの地域最大のエクスポージャー（香港を含め21.9十億ユーロ）を占めており、これにインド（6.8十億

ユーロ）が続く。

 

ラテンアメリカ

2024年12月末現在、この地域に対するエクスポージャーは、格付がB未満の国々に対する全エクスポー

ジャーの12％を占めた（2023年12月31日現在は11％）。ブラジルおよびメキシコにおける貸出しは、2023年

12月末現在から変わらず、ラテンアメリカ全体の91％を占めていた。

 

サハラ以南のアフリカ

サハラ以南のアフリカに対する当行グループの貸出しは、2024年12月31日現在合計2.0十億ユーロで、格

付がB未満の国々に対する貸出全体に占める割合は、2023年度末が2.9％であったのに対して2.6％となった。

南アフリカに対する貸出しは、2024年12月31日現在、この地域の貸出しの34％を占めており（2023年12月31

日現在は30％）、この地域に対する貸出全体の10％超を占める国はほかにない。

 

3．信用の質

3.1．貸出金および債権のカテゴリ別分析

下表は、金融機関および顧客に対する貸出金および債権の内訳である。

 

貸出金および債権

（百万ユーロ）
2024年12月31日 2023年12月31日

遅滞も減損もしていないもの 681,201 634,576

遅滞しているが減損していないもの 13,052 13,966

減損したもの 13,403 14,002

合計 707,657 662,544

 

2024年12月31日現在、貸出金および債権ポートフォリオの96.3％は、支払期限を途過しておらず、減損も

していなかった（2023年12月31日現在は95.8％）。

IFRS第7号によると、契約満期日までに取引相手先が返済しなかった場合、金融資産は遅滞の状態にな

る。支払期限の経過後90日に満たない資産は、支払期限を途過しているが減損はしていない債権の99.9％を

占めるが（2023年度末現在も同じ）、当行グループはこれらについて確定したリスクはないと判断してい

る。

支払期限を経過し、または減損した金融資産についての詳細は、連結財務書類に対する注記3.1（「第6　

経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書

類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。
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3.2．残高の内部格付別分析

クレディ・アグリコル・エス・エーの内部格付政策は、当行グループの顧客ポートフォリオ全体、すなわ

ち小口顧客、法人、銀行および金融機関、政府機関および地方自治体を網羅することを目的としている。

小口顧客（2023年12月31日現在は804.2十億ユーロであったのに対して、2024年12月31日現在は846.6十億

ユーロ）を除く正常先に対する商業貸出ポートフォリオのうち、内部格付を有する債務者は全体の92.3％を

占めた（2023年度末は92.5％）（2023年12月31日現在は744.2十億ユーロであったのに対して、2024年12月31

日現在は781.6十億ユーロ）。このポートフォリオの内訳は、当行グループの内部格付と同等に対応するS&P

の格付によって表示されている。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーのリテールを除く正常先商業貸出ポートフォリオの内部格付別推移（同

等に対応するS&P格付指標により表示）

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

AAA 36.8％ 38.3％

AA 11.7％ 12.8％

A 13.6％ 13.3％

BBB 26.1％ 24.5％

BB 10.0％ 9.4％

B 0.8％ 0.8％

クレジット・ウォッチ 1.0％ 1.0％

合計 100.0％ 100.0％

 

この内訳は、貸付勘定の質が引き続き高いことを反映しており、2024年12月31日現在、貸出しの88.2％

（2023年12月31日現在は88.8％）は投資適格債務者（格付がBBB以上）に対するもので、クレジット・ウォッ

チに指定された債務者に関するものはわずか1.0％（2023年12月31日現在も同じ）であった。

 

3.3．減損およびリスク・ヘッジ

3.3.1．減損およびリスク・ヘッジ政策

貸出金の損失リスクに関するヘッジ政策は、信用損失に係る以下の2種類の価値調整額に基づいている。

■　減損した貸出金について推定される損失をヘッジするための、個別の減損引当金

■　取引または貸付勘定における貸出金の質が大幅に低下した場合における、IFRS第9号に基づく信用損失の

ための減損引当金。これらの減損は、特定の国、事業部門または取引相手先に対するコミットメントが

債務不履行に陥っているからではなく、その格付が引き下げられたという理由から、そのリスク特性を

カバーするものである。貸付勘定に基づく減損は、リテール・バンキングにおいても行われている。

これらの減損の大部分は、当該取引の満期までの推定損失額（デフォルト率（PD）および債務不履行時の

損失（LGD）の推定にはバーゼルの基準を使用。）に基づく統計ベースで計算される。

 

3.3.2．減損した貸出金および債権

2024年12月31日現在の個別に評価された減損貸出コミットメントの総額は、2023年12月31日現在の14.0十

億ユーロに対して13.4十億ユーロとなった。これらは、コミットメントのうち、当行グループが回収できな

いおそれがあると判断したものである。個別に評価された減損残高の当行グループの帳簿価額総額に対する

割合は、2023年12月31日現在の2.1％に対して1.9％であった。

条件が緩和された貸出金
(1)

は、2024年12月31日現在、合計8.6十億ユーロであった（2023年12月31日現在

は7.7十億ユーロ）。
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(注1)　条件が緩和された貸出金の定義は、連結財務書類に対する注記1.2「会計方針および会計原則」（「第6　経理の

状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3)

連結財務書類に対する注記」）参照。

 

4．リスク費用

期間中に観察された減損のレベルに影響を与えた主な要因は、以下のとおりである。

 

4.1．2024年度の主要な経済的要因および産業別要因

全般的な環境およびマクロ経済見通しの詳細は、下記「(3) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析－経済および財務環境」の項に記載されている。

2024年度は、持続的な地政学的緊張、やや下降傾向にあるインフレ、失業率は依然として低水準ながら国

内成長は鈍化したこと、金利はわずかに低下したものの依然として高止まりしていることなどの影響が顕著

であり、個人の購買力にマイナスの影響を与え、中小企業や法人ではキャッシュ・フローに緊張が生じ、特

に消費者金融、専門家、零細企業や中小企業を中心に、当年度の信用リスクが上昇した。逆に、固定金利環

境下では、個人の顧客基盤は住宅ローンで保護され、大口顧客は当行グループのポートフォリオの中で回復

力を示した。

警戒を要する部門は、引き続き、商業用およびオフィス用不動産、不動産開発、繊維、流通および観光・

ホテル・飲食店である。

 

4.2．数値および事実

2024年度、クレディ・アグリコル・エス・エーの純費用は1.85十億ユーロ（34.6ベーシス・ポイント）

で、前年度の1.78十億ユーロ（34.9ベーシス・ポイント）から4.1％の緩やかな増加となった。内訳は以下の

とおりである。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーのリスクの純費用の評価（百万ユーロ）
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ロシア・ウクライナ紛争に関しては、返済と格付改善、および債務不履行の手数料が全体としてゼロと

なったことにより、2024年度には0.1十億ユーロの明確な減少が見られた。紛争の直接的な影響は、2023年度

のクレディ・アグリコル・エス・エーの純費用にほとんど影響を与えなかった。

全体として、正常貸出金（ステージ1およびステージ2）の純費用は、2023年度の1.8ベーシス・ポイント

に対して5.5ベーシス・ポイントであった。これは特に、2024年度第4四半期に重要な案件が債務不履行から

除外されステージ2に戻ったこと（1.7ベーシス・ポイント増）による影響である。債務不履行および類似の

貸出金（ステージ3）の純費用は、2023年度の33.1ベーシス・ポイントに対して2024年度には29.1ベーシス・

ポイントであり、特に前述の案件に関連して減少した（1.7ベーシス・ポイント減）。

 

事業部門別の概要：

■　大口顧客（CIBおよび資産サービシング）：大企業ポートフォリオの強さを反映して、当年度の純費用が

わずか0.1十億ユーロ（6.9％）と、ほぼ安定していた。

■　リテール・バンキング：純費用は全体で、前年度から10.3％減少して0.7十億ユーロとなった。これに

は、フランス（LCL）における債務不履行の増加による23.9％の増加が含まれるが、特にイタリアとウク

ライナ（紛争による直接の影響に統合）におけるより有利な国際情勢（32％）により相殺された。

■　専門金融サービス：純費用全体で10.1％増加。これは主として、フランスとイタリアにおける債務不履

行リスクの高まりとともに、CAパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティのリスクが増加したこ

とによるものである。

■　資産収集：前年度までと同様、当年度の純費用もごくわずかであった。

■　その他の事業部門（主にコーポレート・センター部門およびその他の子会社）:当年度の純費用は少額で

あった。

 

リスク費用に影響を与えた出来事についての詳細は、連結財務書類に対する注記4.9（「第6　経理の状況

－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連

結財務書類に対する注記」）に記載されている。事業部門別の内訳は、連結財務書類に対する注記5.1（「第

6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財

務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

5．デリバティブ商品のカウンターパーティー・リスク

デリバティブ商品のカウンターパーティー・リスクは、規制基準に従って計算し加重された市場価格およ

び潜在的信用リスクに基づいて決定される。この信用リスクに関する測定については、Ⅱ．「信用リスク管

理」の2.2.「信用リスクの測定」に記載されている。

 

Ⅳ．IFRS第9号の適用

1．信用リスク格付測定

経済および地政学的な不確実性に直面し、当行グループは、今後のマクロ経済見通しを引き続き定期的に

見直し、信用リスクの見積りを判断する。

 

2024年12月31日現在適用されるマクロ経済シナリオに関する情報

当行グループは、2024年12月中の生産におけるIFRS第9号の引当金パラメータの計算に、2027年度までの

予測を受けた4つのシナリオを使用した。

これらのシナリオには、国際環境の動向に関する様々な仮説が組み込まれており、その結果、特にディス

インフレ発生率や、各国中央銀行の金融政策対応に違いが生じている。これらの各シナリオには個別の重み

付けをしている。
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第一のシナリオ：「中立」シナリオ（加重比率30％）

このシミュレーションを実施した時点では、米国の選挙をめぐる不確実性（非常に近い世論調査では、確

信を持って政治シナリオをまとめることはできなかった。）を考慮して、このシナリオは「政策は変更しな

い」ものとして作成された。

 

より「不安定な」ディスインフレ

米国では、予想以上に根強い最近の成長の基盤にいくつかの亀裂（米国の労働市場の緩やかな冷え込み、

低所得世帯の困難の増大）が生じているが、これらはさほど悪化しないと期待できる理由がある。以前の金

融緩和サイクルによるプラスの影響、株式や不動産の好調な値上がりにより純資産が大幅に増加した事業体

の全体的に堅固な財務状態、ディスインフレ（ただし、2％を超える水準で停滞するリスクは残る。）。この

シナリオでは、2024年度の2.5％成長に続き、2025年度には成長が1.3％と大幅に鈍化すると予測している

が、景気後退に陥ることはない。

ユーロ圏では、2つの主要なパートナー・ゾーン（米国と中国）の減速を背景に、成長の加速は基本的に

国内需要、特に個人消費の活性化に依存することになる。しかし、2024年度上半期の業績から、国内回復シ

ナリオの持続可能性に疑問が生じている。家計の購買力の動向は、そのようなシナリオの実現に有利な状況

を維持してはいるが、家庭が引き続き貯蓄を優先するという傾向（不確実性、消費を犠牲にした実質手元資

金と不動産購買力の再構築）は、このシナリオに矛盾するものである。

ユーロ圏ではディスインフレが続き（平均インフレ率は2024年度の2.3％に対して2025年度は1.8％）、民

間部門の健全な財務状態と回復力のある労働市場に支えられている。国内需要の回復という想定は依然可能

ではあるが、以前に予想されていたよりも緩やかになることが予想され、その結果、成長は（潜在成長率を

下回るペースで）緩やかな加速にとどまるだろう。成長の下振れリスクは、インフレの上振れリスクを上回

る。

 

中央銀行の対応：非常に慎重な政策金利の引下げ

既に始まっている金融緩和は、ディスインフレおよび雇用・成長の混乱の可能性を考慮し、より慎重に継

続される見通しである。市場の予想よりも「弱い」緩和策が予想される。したがって、フェデラル・ファン

ド・レートの上限は2025年末までに3.50％に引き下げられると想定される。目標を上回るインフレが持続

し、中立金利が以前より高くなる可能性が高いことを考えると、米国連邦準備制度は再び利下げに踏み切る

のは難しいかもしれない。ECBに関しては、インフレ面の改善により、米国よりも早く金融緩和を開始するこ

とができた。ディスインフレが続けば、預金金利は2025年末までに2.25％まで引き下げられるだろう。

 

長期金利：より限定的な低下

金利の大幅な低下は既に起こっており、その主な要因は金融緩和の有効な実施であるが、中央銀行の政策

金利が今後も着実に引き下げられるとの期待も影響している。したがって、これ以上の利下げの余地はかな

り限定的である。米国では、10年物金利（米国債）は2024年末に3.80％、2025年末には3.60％に達すると予

想される。イールド・カーブの短期側に圧力をかけている金融緩和策により、このカーブはスティープ化す

るだろう。米国の選挙結果次第では、特に共和党が下院と上院で過半数を獲得した場合、財政赤字の悪化

（減税）とインフレ率の上昇（主に関税による）が予想されるため、長期金利が上昇する可能性もある。

ユーロ圏では、ドイツ国債（ドイツ10年物金利）の利回りは2024年末に2.15％前後、2025年末には2.30％に

なると予想される。最後に、政治の分断と財政赤字の拡大により、フランス国債（OAT)／ドイツ国債のスプ

レッドは80ベーシス・ポイントに達した。これは期間初めの選挙以来観察されているレンジ（65から80ベー

シス・ポイント）の上限であり、このレンジ内では、さらなるショックがなければ、スプレッドは維持され

ると予想される。

 

第二のシナリオ：「わずかに不利」なシナリオ（加重比率50％）
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インフレ率の上昇、成長は「鈍化」傾向に落ち着く

このシナリオには、原油価格を支えるためのより積極的な戦略（1バレル当たり95米ドルに近い価格を維

持することを目的としたOPEC+による供給管理）に起因する、上流のインフレ圧力の再燃が含まれる。中東の

緊張（スエズ運河の混乱）は続くだろう。さらに、米国が課す関税（原産地にかかわらずすべての品目に

10％、中国からのすべての輸入品に60％）が米国のインフレ（および金融市場のうわさ）に与える影響によ

り、成長見通しは悪化するだろう。

使用された前提条件は、エネルギー価格の上昇（2025年の12ヶ月平均で10％上昇）および食料価格の高騰

（2025年の12ヶ月平均で5％上昇）による、「非中核」インフレの深刻化である。2025年の総インフレ率は、

ユーロ圏で3.5％、米国で4.5％に達する。インフレの影響を軽減する財政ファイアウォールはない。

 

中央銀行と長期金利の反応

中立シナリオと異なり、このシナリオではECBと米国連邦準備制度の金融緩和策が停止される。インフレ

は上流ショックによるものだが、その波及によりさらなる金融緩和策の延期が正当化される。したがって、

中央銀行の政策金利は2025年に、中立シナリオで2024年末に予想された水準で凍結される。その後、金融緩

和は継続され、ECBの政策金利は2026年末には50ベーシス・ポイント、2027年にはさらに25ベーシス・ポイン

ト引き上げられる（中立シナリオに戻る。）。2年物および10年物スワップ金利は小幅に上昇する。金利には

強い圧力がかかるが、これにはドイツ国債の上昇（それでもなお、10年物スワップ金利よりも20ベーシス・

ポイント低い水準にとどまる。）、フランス（統治不能、社会的緊張、財政の圧迫、改革の欠如）およびイ

タリア（波及、政治リスクの再評価）のスプレッドの拡大といった特定のショックが伴う。

 

第三のシナリオ：「有利」なシナリオ（加重比率2％）

中国の成長率向上

このシナリオでは、中国、ひいてはアジアの成長が改善し、貿易がやや回復して欧州と米国のビジネスに

好影響を与えると想定する。この新たな活況は、中国政府が家計の信頼回復と不動産市場の下支えを目的と

した新たな景気刺激策を採用することから始まる。第一に、建設計画を後押しすることを目的とした貸出条

件の緩和策（金利と負債比率の引下げ）とさまざまな優遇措置（自治体の補助金等）、および第二に、家計

と若者の雇用に対する支援策を中心とする。その結果、より多くの輸入商品や工作機械を必要とする建設部

門が回復し（地域や欧州のパートナーに広がる。）、資本財への個人消費がより活発になるだろう。これら

すべての措置により、2025年度の中国の成長率は、中立シナリオで予想された成長率を上回る。景気刺激策

がない場合のプラス4.2％に対し、プラス5％、すなわちプラス0.8パーセント・ポイントとなる。

 

欧州からの輸入需要の増加

中国の成長率が改善傾向にあることで、中国からの輸入が増加し、ユーロ圏（ユーロ圏輸出全体の7％を

中国が、総輸出の11％を北アジアが占める。）および米国からの輸入需要が増加する。これは、消費者心理

の回復および顧客タイプへの期待の高まり、ならびに世界貿易のわずかな改善につながる。中立シナリオと

比較して、企業倒産は減少し、失業率は低下する。

したがって、欧州では、成長の減速は中立シナリオほど急激ではない。この「新たな押上げ」によって、

2025年度のユーロ圏のGDP成長率は約0.6ポイント上昇する。このように、2025年度の年間成長率は1.3％から

1.9％に上昇する。米国では、成長への追加支援はわずかに少なく（GDPのプラス0.2ポイント）、すなわち

2025年度の成長率はプラス1.3％ではなくプラス1.5％となる。

 

中央銀行の反応と金融の変化

経済状況はわずかに回復するが、インフレ見通しの変化にはつながらない。したがって、ECBと米国連邦

準備制度の政策金利の軌道は、2024年と2025年の中立シナリオと一致する。
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ユーロ圏の長期金利については、ドイツ国債は中立シナリオと同じ水準を維持する。フランスとイタリア

のスプレッドはやや緩やかである。株式市場と不動産市場のパフォーマンスも、中立シナリオよりも良好で

ある。

 

第四のシナリオ：「極めて不利」なシナリオ（加重比率18％）

インフレの急加速と金融ショック

いくつかの経済ショックが予想される。具体的には、原油価格を支えるための戦略および1バレル当たり

100米ドル強の価格を維持することを目的としたOPEC+による供給管理、中東の緊張（スエズ運河の混乱）、

米国が課す関税（原産地にかかわらずすべての品目に10％、中国からのすべての輸入品に60％）などであ

る。いずれも、再び非常に高いインフレを引き起こす要因となる。

これまでのショックに加えて、異常気象の発生が相次ぎ、市場の予想を促すきっかけとなる。金融市場で

は、規制（炭素税など）が急ぎ実施されることを予想して、極めて急激な調整が起こるだろう。これは、関

係する地域（米国および欧州）またはそれらに輸出する地域（英国、日本）の企業の財務条件に大きな影響

を与える可能性が高い。これは、移行リスクに最もさらされている資産（すなわち、温室効果ガス排出量が

最も多い国々）の大幅な評価減と、それほどリスクにさらされていない資産への波及とという形で現れるだ

ろう。

これらの事象は、金融市場の急落に連動したインフレの加速と信頼の喪失をもたらすだろう。インフレ

ショックの影響を軽減する財政ファイアウォールはないものと仮定する。2025年の成長率は大幅に下方修正

され、2026年に非常に緩やかな回復が始まる。

 

中央銀行の反応と金利

中立シナリオで想定されているECBと米国連邦準備制度の金融緩和は、2026年に延期される（中央銀行の

政策金利は2025年に、中立シナリオで2024年末に予想された水準で凍結される。）。

ユーロ圏の2年物および10年物スワップ金利の上昇とともにソブリン金利も顕著に上昇し、フランスとイ

タリアでスプレッドは著しく拡大する（ドイツ国債に対するスプレッドは140ベーシス・ポイントおよび240

ベーシス・ポイントに拡大する。）。企業スプレッドも拡大する（ACPRシナリオの想定による
(1)

）。

 

(注1)　ACPRが2023年に開始した、保険会社を対象とした第2回気候ストレス・テストに基づく想定。CO2排出規制の強化

による金融市場へのショックにつながる急激な物理的ショックを組み込んでいる。企業スプレッドは、脱炭素化

の影響を最も受ける部門によって区別される。

 

4つのシナリオのそれぞれにおける主なマクロ経済変数の変化

 

 参考 中立 わずかに不利 有利 極めて不利

 
2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

ユーロ圏                  

実質GDP -

年平均変

動

0.5 0.8 1.3 1.2 1.3 0.8 0.5 0.8 1.2 0.8 1.9 1.4 1.4 0.8 -2.0 -1.6 1.0

インフレ

（HICP）

- 年平均

5.4 2.3 1.8 2.2 2.2 2.3 3.5 2.7 2.5 2.3 1.7 2.4 2.2 2.3 4.0 2.3 2.2

失業率 -

年平均
6.5 6.5 6.4 6.6 6.6 6.5 6.5 6.6 6.6 6.5 6.2 6.4 6.4 6.5 7.8 8.4 8.1

フランス                  

実質GDP -

年平均変

動

1.1 1.1 1.0 1.5 1.5 1.1 -0.1 0.7 1.5 1.1 1.3 1.6 1.5 1.1 -1.9 -1.4 1.1

インフレ

（CPI） -

年平均

4.9 2.0 1.1 1.7 1.9 2.0 2.3 2.7 2.2 2.0 1.1 1.8 1.9 2.0 3.5 1.8 1.9

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 147/1736



失業率 -

年平均
7.3 7.5 7.6 7.7 7.6 7.5 7.8 8.0 7.9 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 9.1 10.3 9.3

10年物フ

ランス国

債（OAT）

- 年度末

2.6 2.8 3.0 3.0 3.1 2.8 4.9 3.7 3.6 2.8 2.9 3.0 3.0 2.8 5.2 3.9 3.5

 

IFRS第9号の引当金（ステージ1および2の予想信用損失）の中立シナリオのパラメータに基づく計算における

マクロ経済シナリオの感応度分析

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの範囲：

 

シナリオを100％適用した場合の予想信用損失の変動

（範囲はクレディ・アグリコル・エス・エー）

中立シナリオ わずかに不利 有利 極めて不利

-16.8％ -0.4％ -20.8％ 33.5％

 

中立シナリオのパラメータに基づく予想信用損失に対するこのエクスポージャーは、現地の将来に関する

シナリオによって調整される可能性があり、必要に応じて減少または増加する可能性がある。

 

すべてのシナリオについて

（地域および／または特定の業務もしくは事業部門に関する）現地特有の状況を考慮するため、当行グ

ループの事業の一部が現地レベルで（「現地の将来に関する」）部門ごとの補足を行うことにより、中央で

策定したマクロ経済シナリオを補うことができる。

 

ステージ1／ステージ2およびステージ3の内訳

2024年12月末現在、現地の将来に関するシナリオを含め、ステージ1／ステージ2引当金（正常貸出金に対

する引当金）と、ステージ3引当金（確定済みのリスクに対する引当金）は、クレディ・アグリコル・エス・

エーのヘッジのそれぞれ36％および64％を占めた。

2024年12月末現在、ステージ1／ステージ2引当金の純繰入額はクレディ・アグリコル・エス・エーの年間

リスク費用の15％（純額での戻入れ状況）であったのに対して、ステージ3の確定済みのリスクおよびその他

に対する引当金の割合は85％（特別項目の修正再表示後）であった。

 

2．予想信用損失の動向

期間中の予想信用損失残高の構造の変化については、連結財務書類に対する注記3.1（「第6　経理の状況

－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連

結財務書類に対する注記」）に記載されている。

下記の記述は、償却原価で測定する金融資産（顧客からの貸出金および債権）の範囲に関するものである

（損失の価値調整額の約90％に相当する。）。

 

顧客の貸借対照表上の貸出金の構造

クレディ・アグリコル・エス・エー内の与信動向を反映し、顧客貸出金残高が2024年度において31.8十億

ユーロ増（6.1％増）となる。この増加は主に大口顧客によるもので、プライベート・バンキングが20.5十億

ユーロ増（11.7％増）、クレジット、パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティの各事業が3.1十億

ユーロ増（4.6％増）、リースおよびファクタリングが2.4十億ユーロ増（7.0％増）、ならびに資産サービシ

ング（CACEIS）が連結範囲の変更による影響（RBCインベスター・サービシズの欧州事業の統合に伴う段階的

統合）を織り込んで2.5十億ユーロ増（35.1％増）となったことを含む。リテール・バンキングの貸出金残高
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の伸びは鈍化している。LCLは1.3％増（0.9十億ユーロ増）、イタリアは1.5％増（0.9十億ユーロ増）で、イ

タリアを除く国際リテール・バンキングはほぼ横ばい（0.3％減）であったが、ポーランドの微増が、エジプ

トの為替による不利な影響により相殺されるなど、相殺効果があった。

年度初め以降、ポートフォリオの構造は、顧客貸出金残高が34.3十億ユーロ増加し、顧客ポートフォリオ

全体に占める比率は85.9％（2023年度末比132ベーシス・ポイント）に上昇するなど、最も格付の高いポート

フォリオ（ステージ1）にやや有利に変化した。増加が集中したのは、大口顧客（18.5十億ユーロ増）、LCL

（6.9十億ユーロ増、特に一部の現地ストレス要因の減少に関連して）、イタリア（1.8十億ユーロ増）、資

産サービシング（2.5十億ユーロ増）、パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ事業（2.0十億ユー

ロ増）、ならびにリースおよびファクタリングの各事業（2.1十億ユーロ増）である。

ステージ2の貸出金残高は1.9十億ユーロ減少し、これらの残高が顧客ポートフォリオ全体に占める比率は

11.8％（2023年度末から107ベーシス・ポイント減）となった。これは特に、第4四半期に重要な減損の計算

方法（SICR）が改訂され、ステージ2の貸出金残高3.2十億ユーロがステージ1に戻ったことに関連する効果で

ある。この減少は、フランスのネットワーク・バンキング、LCL（現地ストレス要因の減少およびSICR規則の

整備に関連して、5.0十億ユーロ減）、国際的なネットワーク・バンキング（0.6十億ユーロ減、うちイタリ

アが0.5十億ユーロ減）が、2024年度末の地域別劣化基準の見直しと一部の現地ストレス要因の深刻化に関連

した大口顧客の増加（2.9十億ユーロ増）により一部減殺されたこと、パーソナル・ファイナンス・アンド・

モビリティ（0.4十億ユーロ増）、ならびにリースおよびファクタリング（0.3十億ユーロ増）に集中してい

る。

債務不履行の貸出金（ステージ3）は、年度初めから全体的に減少し（0.25％）、特に2024年度末に重要

な取引相手先を債務不履行から除外したことに関連して、顧客ポートフォリオ全体に占める比率は2.32％と

なった。債務不履行の貸出金の減少は、大口顧客（返済を含め0.9十億ユーロ減）、イタリア（0.3十億ユー

ロ減）に集中しているが、これは主にパーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティの増加（0.6十億ユー

ロ増）により相殺されている。

 

予想信用損失の動向

損失の価値調整額は、年度初めからすべてのステージを合わせて20百万ユーロしか増加しておらず、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーでは0.2％の増加にとどまっている。

格付の最も高い取引相手先（ステージ1）の予想信用損失は、前年度比7.1％（67百万ユーロ）増加し、カ

バレッジ比率は2023年度末から横ばいの0.21％である。これには特に、中立シナリオのパラメータに関する

IFRS第9号の引当金の計算に使用された最新のマクロ・シナリオを2回更新したこと（2024年6月決算時および

2024年12月決算時）の影響が含まれる。

ステージ2のポートフォリオの予想信用損失は、25百万ユーロすなわち1.0％減少した。全体として、ス

テージ2のカバレッジ比率は、2023年度末の3.61％から3.68％とわずかに改善された。

減損した貸出金（ステージ3）のカバレッジ比率は、0.4％減（22百万ユーロ減）の小幅な減少と、0.6十億

ユーロ減（すなわち4.3％減）のベースの減少を含めて、増加している（2023年度末の45.7％に対して

47.6％）。▲

 

2.5　市場リスク

《監査済》市場リスクは、市場パラメータの変動、これらのパラメータのボラティリティ、およびこれら

のパラメータ間の相関関係から生じる金融商品の価値損失リスクである。関連するパラメータは、具体的に

は、為替レート、金利、ならびに証券（株式、債券）、コモディティ、デリバティブ、および不動産資産な

どその他すべての資産の価格である。
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Ⅰ．目的および方針

クレディ・アグリコル・エス・エーとその子会社は、業務チームとは独立したリスク・チーム、リスクの

特定および測定の手法、監視および連結手続を有する、専門の市場リスク管理システムを有している。

国際的緊張および金利、インフレ率、株式、金融市場の変動に伴って市場が不確実になる中、クレディ・

アグリコル・グループは、そのリスク・アペタイト・フレームワークに沿って慎重な市場リスク管理政策を

継続した。

 

Ⅱ．リスク管理

1．地方および中央組織

クレディ・アグリコル・エス・エーとその子会社は、明確に区別され互いに補完する2段階の市場リスク

統制機能を有する。

■　中央レベルにおいては、グループ・リスク管理部門が、部門を超えた市場リスクの管理および統制に関

するあらゆる問題を調整する。連結リスクの管理における一貫性を確保するため、データおよびデータ

処理を一元化する。執行機関（クレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行陣）および意思決定機関

（取締役会および取締役会のリスク委員会）に対して、当行グループの最新の市場リスク・エクスポー

ジャーを報告する。最後に、事業体が年1回策定する市場リスクの枠組みを分析し、その後クレディ・ア

グリコル・エス・エーの業務執行陣の検証を受ける。管理的役割の一環として、市場活動を定期的かつ

綿密に監視することを保証する。

■　地方レベルにおいては、親会社クレディ・アグリコル・エス・エーとその子会社について、リスク管理

および恒常的統制部門が、各事業体の市場リスクの監視および統制を指導する。クレディ・アグリコ

ル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの子会社においては、クレディ・アグリコル・

グループの主要な資本市場活動が行われており、リスク管理および恒常的統制部門は、市場リスクの特

定、測定および監視に責任を負う市場リスクおよびカウンターパーティー・リスク（MCR）部門を含む。

この部門も、国際リテール銀行の市場リスク監視を自己のリスク・チームと共に援助し、またクレ

ディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクのITシステムにおいて取引が管

理されるクレディ・アグリコル・エス・エーの財務指導部門の売却目的ポートフォリオを援助する。ク

レディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクにおいて、市場リスク管理の

ために整備されているITアーキテクチャは、業績およびリスクの指標についてフロントオフィスと共通

のプラットフォームを使用している。これらのプロセスの独立性は、第一に、バックオフィス・チーム

のサポートを受けて取引の棚卸資産の独立した見解を示すこと、および第二に、市場リスク部門による

市場データを独自に選択し、同部門による評価モデルを独自に検証することによって、保たれている。

当行グループの手続により、各事業体がクレディ・アグリコル・エス・エー（グループ・リスク管理部

門）に提出すべき報告書の記入事項、書式および報告の頻度が決定される。

 

2．意思決定およびリスク監視委員会

クレディ・アグリコル・エス・エーの市場リスク管理は、4つのガバナンス機構が担当している。

■　グループ・リスク委員会（委員長はクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者）は、リスク

の枠組みを発表し、リスク管理について主要な決定を行う際に、各事業体の市場リスクに対するバ

リュー・アット・リスクおよびストレスの上限を承認する。この委員会は、半期ごとに、クレディ・ア

グリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの市場およびリスクの状況を調査する。

■　業務執行委員会は、グループ・リスク管理部門が2週間に1回発する市場リスクに関する警告を検討す

る。

■　警告監視委員会（委員長は最高リスク責任者）は、月1回、報告されたすべての警告をレビューする。
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■　クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの方法委員会は、現行の基

準に基づき、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの資本市場活

動の範囲で実施される内部規制基準およびモデルの検証に責任を負う。

さらに、各事業体は、現地に独自のリスク委員会を有している。これらのうち最も重要であるクレディ・

アグリコル・CIBの市場リスク委員会（CRM）は、月に1回会議を開き、リスク担当の経営委員が委員長を務め

る。この委員会は、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクのポジショ

ンおよびクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクのキャピタル・マー

ケッツ活動の損益勘定をレビューし、各活動に課された制限が遵守されているかどうかを検証する。この委

員会は、業務上の上限の引上要求について、決定権を有する。

 

Ⅲ．市場リスクの測定および監督方法

市場リスクの測定および監督システムは、複数の指標の組み合わせに基づいており、その大部分は、全体

または個別の制限または警告基準の対象となる。このシステムは、主としてバリュー・アット・リスク

（VaR）、ストレス・バリュー・アット・リスク、ストレス・シナリオおよび補助的指標（名目ポジション、

誤方向リスク、リスク要因の感応度等）、ならびに市場リスクを発生させる各部門のすべてのポジションの

評価プロセスに依拠している。

 

1．VaR（バリュー・アット・リスク）

市場リスク測定システムの中心は、過去のバリュー・アット・リスク（VaR）である。バリュー・アッ

ト・リスクは、所定の期間および所定の信頼区間において、市場パラメータ（金利、為替レート、資産価格

等）が悪化した場合に、ポートフォリオに発生すると推定される理論上の最大損失と定義されている。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、信頼区間を99％、期間を1日とし、1年分の実績データを利用している。

これは、規制対象取引で記録された活動について資本要件を算出するための基準として使用され、自己資本

使用量を算出する目的での使用は監督機関によって承認されている。規制対象取引のその他の範囲について

は、内部リスク指標として機能する。

 

バックテスト

キャピタル・マーケッツ活動を行うクレディ・アグリコル・エス・エーとその子会社の各事業体につい

て、バリュー・アット・リスク・モデルの妥当性をチェックするため、バックテスト・プロセスが採用され

ている。このプロセスにより、例外の数（実際の損失が推定バリュー・アット・リスクを超過した日数）が

99％の信頼区間内であるか否かを事後検証することができる（1日の損失は、統計的に、年に2回から3回のみ

推定バリュー・アット・リスクを超過することを想定している。）。▲

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの規制

範囲では（下記グラフ参照。）、連続する12ヶ月間にバリュー・アット・リスクの例外が1件あった。

 

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの規制バリュー・アット・リス

クのバックテスト（2024年度）
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2．ストレス・シナリオ

《監査済》バリュー・アット・リスクは極端な市況の影響を捕捉できないため、ストレス・シナリオでこ

れを補っている。ストレス・シナリオは、当行グループの原則に従って計算され、これは以下を含む複数の

補助的アプローチの結果である。

■　過去の重大な危機が現在のポートフォリオに及ぼす影響を再現するヒストリカル法によるシナリオ

■　経済学者と共同で開発した、起こりそうなショックを予測する仮定シナリオ

■　事業体レベルでは、市場の大規模かつ不利な変化が異なる事業部門に対して有する影響を評価するため

の、不利なストレス・テスト

■　クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクと親会社のクレディ・アグ

リコル・エス・エーのレベルでは、より深刻な市場のショックによる影響を測定するための、極限の不

利なストレス・テスト

ストレス・シナリオの計算は、週1回行われ、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベス

トメント・バンクは、様々な資産クラスのあらゆる重要なリスク要因を考慮した、いわゆる「やや不利」な

アプローチに基づくグローバル・ストレスを毎日計算することにより、これらの測定を完了している。

 

ヒストリカル法によるシナリオ：

・ 1998年危機：信用市場危機シナリオ、株式市場の下落、金利の急騰、および新興国通貨の下落

・ 2008年危機：リーマン・ブラザーズ倒産後の市場の動きの影響を測定するストレス・シナリオ

・ 欧州債務危機：株式市場の下落とボラティリティの上昇、金を除くコモディティ価格の下落、長期金利

の急落と米ドル高、信用スプレッドの拡大

・ 中国株式市場の危機：2015年6月の株式市場バブル崩壊に伴う混乱

・ COVID-19危機：株式市場とその配当の下落、信用スプレッドの拡大、米国金利の急落など、2020年3月の

市況を反映したシナリオ

 

仮定シナリオ：

・ 景気回復：株式・コモディティ市場の成長、短期金利の急上昇と米ドル安、信用スプレッドの縮小

・ 流動性危機：短期金利の急上昇、信用スプレッドの拡大、株式市場の下落

・ 国際的な緊張：中国と米国の間の国際的な緊張を背景とした経済状況を表すシナリオで、ボラティリ

ティの上昇と株価の下落、コモディティ市場の拡大、イールド・カーブのスティープ化、米ドルの他の

通貨に対する下落、および信用スプレッドの拡大を伴う。
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3．補助的指標

その他の補助的指標(様々なリスク要因に対する感応度、損失警告、ストップ・ロス指標、残高、満期、

誤方向リスク等)も各事業体によって考案されており、リスク管理システムの一環として制限対象となる場合

がある。これらの指標は、異なる市場リスク要因に対するエクスポージャーをきめ細かく測定し、不規則な

取引を確認し、バリュー・アット・リスクおよびグローバル・ストレス・シナリオによって把握したリスク

について、その不足分を補うものである。

 

4．CRDⅣに関する指標

ストレス・バリュー・アット・リスク

いわゆるストレス・バリュー・アット・リスクは、ヒストリカル法によるバリュー・アット・リスクの景

気循環連動性を修正するためのものである。これは、1日、および最も重要なリスク要因が観察された最悪の

期間を意味する緊張期間について、99％の信頼区間を利用して計算される。ストレス・バリュー・アット・

リスクのキャリブレーション期間は、6ヶ月ごとに再評価される。

2024年度末現在、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクについて

は、2007年12月7日から2008年12月8日にかけての期間に相当する。バリュー・アット・リスクの所要資本に

加えて、現在はストレス・バリュー・アット・リスクの所要資本も計算されている。▲

 

自己資本賦課

IRC（自己資本賦課）は、CRDⅣの規定する債務不履行リスクおよびいわゆる線形のクレジット・ポジショ

ン（すなわちクレジット・コリレーション・ポジションを含まない。）の遷移に関する追加所要資本であ

る。

この目的は、発行者の債務不履行および格付遷移（信用格付の引下げまたは引上げ）等の信用事由によっ

て生じる不測の損失を定量化することである。

IRCは、以下の3つのデータに基づき、99.9％の信頼区間における1年のリスク期間について、遷移シナリ

オのモンテカルロ・シミュレーションによって計算される。

1)　S＆Pが提供し、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの内部格付

システムに適応された、1年間の推移マトリックス。このマトリックスは、発行者の当初格付が引き上げ

られるまたは引き下げられる推移確率、およびデフォルト率を表す。

2)　発行者とシステム上重要な要因との相関。

3)　遷移によるショックを差し引いた格付による平均スプレッドカーブ。

このようにシミュレーションされたクレジット・デフォルトおよび遷移シナリオによって、クレディ・ア

グリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクのモデルを用いてポジションを評価すること

が可能になる。

 

下表は、2023年12月31日から2024年12月31日までの期間における、クレディ・アグリコル・コーポレー

ト・アンド・インベストメント・バンクのキャピタル・マーケッツ事業における規制ストレス・バリュー・

アット・リスクの推移を示している。

 

（百万ユーロ）
2024年

12月31日
最小 最大 平均

2023年

12月31日

IRC資本 174 134 174 162 119

 

信用評価調整（CVA）

CRDⅣは、信用評価調整（CVA）の変動性を補う新しい資本コストを導入した。この指令に基づき、カウン

ターパーティー・リスクおよび個別の金利リスクの両方について内部モデルによって資本要件を計算するこ
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とを認められている機関は、先進的アプローチを用いてCVAリスクの資本コストを計算しなければならない。

これらの要件は、CVAバリュー・アット・リスクとストレス・CVAバリュー・アット・リスクの2つの指標に基

づいている。クレディ・アグリコル・グループのその他の事業体は、規制上の健全性CVAの計算に標準的指標

を採用している。

 

プルーデンス評価（PVA）

CRDⅣに関連して、バーゼル3委員会は、時価評価額に追加的な健全性措置（プルーデンス評価）を適用す

ることを義務付けている。90％の信頼区間において時価で認識されるすべてのトレーディング勘定および銀

行勘定のポジションに適用される。

プルーデンス評価は、価格不確実性、清算費用、モデル・リスク、集中ポジション、信用スプレッドの前

払い、借入費用、早期解約、将来の管理費用および業務リスクの9つの会計調整項目に分類される。その後、

異なる区分はすべて集計され、普通株式等Tier 1から控除される。

規制要件に基づく調整の計算により、2024年12月末現在、クレディ・アグリコル・CIBの資本は893百万

ユーロの影響を受けた(うち741百万ユーロは市場リスクに対する影響)。

 

Ⅳ．エクスポージャー

VaR（バリュー・アット・リスク）

クレディ・アグリコル・エス・エーのバリュー・アット・リスクは、当行グループの複数の事業間の分散

効果をまとめて計算される。

下表は、2023年12月31日から2024年12月31日までの期間における、クレディ・アグリコル・エス・エーと

その子会社のキャピタル・マーケッツ活動のバリュー・アット・リスクの推移について、主要なリスク要因

別に内訳を示したものである。

 

バリュー・アット・リスクの内訳（99％、日次）

 

（百万ユーロ）
2024年

12月31日
最小 最大 平均

2023年

12月31日

金利 6 4 9 6 8

クレジット 3 3 7 5 5

外国為替 5 3 7 4 3

株式 11 3 11 4 4

コモディティ 0 0 0 0 0

相殺 (13) - - (9) (7)

クレディ・アグリコル・エス・

エーのバリュー・アット・リスク
13 8 17 11 13

 

バリュー・アット・リスクは、最小8百万ユーロから最大17百万ユーロの範囲内で変動している。2024年

度の年平均バリュー・アット・リスクは11百万ユーロで、2023年度の平均（16百万ユーロ）より減少した。

以下のグラフは、2024年度のバリュー・アット・リスクである。

 

2023年12月31日から2024年12月31日までのクレディ・アグリコル・エス・エーのバリュー・アット・リスク
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ストレス・バリュー・アット・リスク

ストレス・バリュー・アット・リスクは、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメ

ント・バンクの範囲について計算される。

下表は、2023年12月31日から2024年12月31日までの期間における、クレディ・アグリコル・コーポレー

ト・アンド・インベストメント・バンクのキャピタル・マーケッツ活動における規制ストレス・バリュー・

アット・リスクの推移を示している。

 

（百万ユーロ）
2024年

12月31日
最小 最大 平均

2023年

12月31日

クレディ・アグリコル・CIBのスト

レス・バリュー・アット・リスク
26 18 37 27 22

 

ストレス・バリュー・アット・リスクの推移（99％、日次）

下記のグラフは、2024年度におけるクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクの規制ストレス・バリュー・アット・リスクの推移を示している。

 

 

2024年12月末現在、クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクの規制ス

トレス・バリュー・アット・リスクは、2023年度末より増加して26百万ユーロとなった。年平均ストレス・

バリュー・アット・リスク（27百万ユーロ）は、2023年度（23百万ユーロ）より増加した。
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Ⅴ．株式リスク

1．売買目的ポートフォリオおよび銀行勘定

《監査済》様々な種類の事業が株式リスクにさらされている。クレディ・アグリコル・CIBのキャピタ

ル・マーケッツ活動に伴う株式リスクは、バリュー・アット・リスクを通じた全体的な管理によってヘッジ

される（前出のⅣを参照。）。株式リスクにさらされているその他の残高は、株式ならびに市場価額が対象

となる株式および株式指数に左右される仕組商品に部分的に投資されるポートフォリオに相当する。

 

2．その他の活動による株式リスク

クレディ・アグリコル・エス・エーの多くの事業体が、対象株式の価格およびエクイティ指数によって市

場価額が左右される株式および仕組証券に一部投資されるポートフォリオを保有している。

連結財務書類に対する注記1.2「会計方針および会計原則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1)

2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する

注記」）は、公正価値で測定される資本性商品の様々な評価方法を示している。2024年12月31日現在、株式

リスクにさらされている残高は、37.3十億ユーロの保険会社ポートフォリオを含め、45.0十億ユーロであっ

た。

連結財務書類に対する注記6.4（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12

月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）には、株主持分によっ

て組替えられることのない公正価値で記録される株式の残高および未実現損益が記載されている。保険会社

が保有するポートフォリオにおける市場リスク（株式リスクを含む。）については、連結財務書類に対する

注記5.3「保険事業の特徴」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日

に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

3．自己株式

フランス商法第L.225-209条以下の規定および2003年12月22日付の欧州委員会規則第2273/2003号に従い、

当行グループの通常株主総会兼臨時株主総会は、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会に対して、

自己株式を売買する権限を与えることができる。クレディ・アグリコル・エス・エーは、主としてストッ

ク・オプションに基づく従業員に対するコミットメントの資金を調達するため、またはマーケット・メイキ

ング契約によって市場を活性化させるために、かかる権限を使用する。

2024年12月31日現在、自己株式の残高は、2023年12月31日現在が資本金の0.77％であったのに対して、

0.53％となった（連結財務書類に対する注記6.17（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日

および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）を参

照。）。▲

 

2.6　資産および負債管理

Ⅰ．資産および負債管理－構造的財務リスク

《監査済》クレディ・アグリコル・エス・エーの財務管理部門は、財務管理の原則を策定し、かかる原則

がクレディ・アグリコル・エス・エー内において一貫して適用されるよう徹底している。この部門は、資金

の流れの計画、借換規則の策定および実施、資産および負債管理の実行および健全性比率の管理について、

責任を負う。

クレディ・アグリコル・エス・エー内の財務の流れの最適化は、継続的な目標である。余剰資金をプール

し、関連リスクを組織的にヘッジできるようにしていることも、この目標達成の一助となっている。

このように、クレディ・アグリコル・エス・エーの資産負債管理部門のアプローチの原則により、顧客資

金、特に地域銀行が集めた資金の過不足は、クレディ・アグリコル・エス・エーの勘定で中央管理される。

この資金プールは、必要に応じて当行グループのその他の事業（クレディ・アグリコル・リーシング・アン
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ド・ファクタリングおよびクレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティを含

む。）が借換えを行うのに役立っている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの流動性の中央集中管理システムは、特に部分的金利マッチングを伴

うことから、現金管理の統制および最適化につながっている。

この結果、クレディ・アグリコル・エス・エーは、財務リスク、特に流動性リスクの拡散が少なく、財務

的な結束が強い。とはいえ、当行グループの様々な事業は、それぞれに課された制限の中でそれぞれのレベ

ルに残るリスクを管理する責任を負う。

制限は、グループ・リスク委員会において、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者によっ

て決定され、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会の承認を受け、クレディ・アグリコル・エス・

エー全体に適用される。

■　資産および負債リスクを有する子会社は、クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク委員会が設定す

る制限を遵守しなければならない。

■　当行グループの資産および負債の測定、分析および管理手法は、クレディ・アグリコル・エス・エーが

決定する。とりわけリテール・バンキングの貸借対照表に関しては、地域銀行、LCLおよび国際子会社に

対して、一貫したランオフ・コンベンション・システムおよびモデルが採用されている。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーは、各子会社が測定する資産および負債のリスクを連結している。

これらの測定の結果は、クレディ・アグリコル・エス・エーの流動性およびALM（資産負債管理）委員会

が監視する。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーの財務管理部門およびリスク管理部門は、主要な子会社の資産負債

管理委員会の会議に参加する。

 

Ⅱ．グローバル金利リスク

 

A）グローバル金利リスクの定義

銀行ポートフォリオの金利リスクとは、銀行ポートフォリオのポジションに影響を与える金利の不利な変

動の結果として、銀行の資本または収益が減少する実際のリスクまたは潜在的なリスクをいう。

金利リスクは、以下の3つのリスクに分類することができる。

■　銀行ポートフォリオにおける商品の満期構造から生じ、商品の金利変動のタイミングによって引き起こ

されるリスクを反映する、方向性リスクまたは行き詰まりリスク：行き詰まりリスクの大きさは、金利

の期間構造の変化がイールド・カーブに沿って一貫して動く場合（パラレル・リスク）、または期間に

よって異なるか（非パラレル・リスク）によって異なる。

■　ベーシス・リスク：満期が類似しているが異なる金利指数で評価される金融商品の、金利の相対的変化

の影響を反映する。

■　オプション・リスク：銀行またはその顧客がキャッシュ・フローの水準やタイミングを変更できるデリ

バティブまたはバランスシート上のポジションから生じる。オプション・リスクは、自動オプション・

リスクと行動オプション・リスクの2つのカテゴリに分類される。

これは、ヘッジやその他の手段を用いて管理され、限度額によって統制される。

 

B）グローバル金利リスクの管理および軽減戦略

対象

グローバル金利リスクの管理の目的は、金利の不利な動向による影響に対して銀行の将来の利益を安定さ

せることである。

金利の変動は、資産と資金源との間のタイミングまたは指標の種類に不一致が生じることで、純利息収入

に影響を及ぼす。金利リスク管理では、貸借対照表またはオフバランスシート取引を利用して、この収入の

ボラティリティを抑制する。
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グローバル金利リスクを監視する対象は、事業に金利リスクが伴う事業体で構成される。

■　LCLグループ

■　クレディ・アグリコル・エス・エー

■　国際リテール・バンキング、特にCAイタリア・グループ

■　クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

■　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・グループ

■　クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング・グループ

■　CACEIS

■　アムンディ

保険事業が負担する金利リスクは、本事業部門特有の指標を用いて監視されている。瞬間的な金利ショッ

クがソルベンシー2に基づく自己資本の水準に与える影響は、クレディ・アグリコル・アシュランスの範囲で

評価されている。この指標は、警告基準内に組み込まれている。

 

限度額システムおよびヘッジ慣行

限度額の設定に関する規則は、グローバル金利リスクに関するバーゼル3の第2の柱の規制に基づき、当行

の純資産価格を保護し、一定の満期におけるリスクの大幅な集中を回避することにより、長期的に純利息収

入の変動を抑制することを目的としている。

事業体および連結レベルで設定された限度額により、今後30年間の最大割引損失額、および金利ショック

が発生した場合の今後10年または15年間の最大年間損失額に上限が設けられる。

各事業体（クレディ・アグリコル・エス・エーを含む。）は、自らのエクスポージャーを管理し、資産負

債管理委員会の監督の下、限度額およびグループ基準に従い、金融商品（オンバランスシートおよびオフバ

ランスシート、先物またはオプション）を用いて、この財務組織手法により生じる金利リスクをヘッジして

いる。

当行グループの財務指導部門およびリスク部門は、主要子会社のALM委員会に代表者を派遣している。こ

れらの委員会は、当行グループ全体で手法および慣行の調和を図り、各子会社の事業体に割り当てられた限

度額の遵守状況を監視している。

当行グループ・リスク委員会による検証に加え、子会社およびクレディ・アグリコル・エス・エーおよび

クレディ・アグリコル・グループの限度額は、各事業体のガバナンス組織により承認される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会により毎年見直され、承認される限度額は、グローバル金

利リスクに対する当行グループのエクスポージャーを管理する。これらの限度額は、金利リスク、インフ

レ・リスクおよびベーシス・リスクを管理する。

フランスでLivret Aの設定に適用される規則は、金利の一部を最近6ヶ月間の平均インフレ率に連動させ

ている。他の通帳の金利も同じ半年間の平均インフレ率と相関している。したがって、当行グループは、イ

ンフレ率を基礎とする金融商品（オンバランスシートまたはオフバランスシート）を用いて、これらの貸借

対照表項目に関連するリスクをヘッジしている。

 

ストレス・テスト

四半期ごとの内部メカニズム（ICAAP、すなわち内部自己資本評価プロセス）により、クレディ・アグリ

コル・エス・エーが直面する可能性のある金利リスクについて、内部資本要件を推定する。これは、経済価

値と収益の2通りの方法で測定される。

経済価値への影響は、以下を考慮して測定される。

■　方向性金利リスク（ギャップに基づいて算出）

■　自動オプション金利リスク（主にキャップおよびフロア・オプションのデルタ相当額およびガンマ相当

額）

■　行動リスク（早期固定金利ローン返済など）
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■　金利リスク・エクスポージャー制限の潜在的な消費

収益への影響は、純利息収入のシミュレーションを用いて算出される。

欧州最大の銀行グループの1つであるクレディ・アグリコル・グループは、欧州銀行監督機構が実施する

規制上のストレス・テストの対象となっている。金利リスクは、この種の定期的なシミュレーションの対象

となるリスクの1つである。結果として、クレディ・アグリコル・エス・エーはこのシミュレーションに貢献

している。

 

独立監査の役割

システムの堅牢性を維持するために、3層の独立した監視システムが確立されている。

■　グローバル金利リスクの測定システムは、継続的な統制プロセスの対象となっている。

■　グループ・リスク管理部門が経営プロセスおよび新商品に関する意見書を発行する。

■　内部監査部門が各部門で定期的に検査を実施している。

 

資産負債管理委員会の役割と活動

クレディ・アグリコル・エス・エーは、クレディ・アグリコル・エス・エー資産負債管理委員会の監督の

下、その限度額および内部基準に従い、エクスポージャーを管理している。

資産負債管理（ALM）委員会は、業務執行陣が委員長を務め、業務執行委員会のメンバー数名およびリス

ク管理部門の代表者が含まれている。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーおよび主要子会社の個別ポジション、ならびに四半期決算期ごとの

連結ポジションを検証する。

■　適用される限度額の遵守状況を検証する。

■　ALM部門が提案したクレディ・アグリコル・エス・エーのグローバル金利リスクに関するガイドラインを

承認する。

グローバル金利リスクに関する各地域銀行の状況は、各地域銀行のリスク委員会により四半期ごとに審査

される。

 

適切なモデル検証に関する銀行慣行

当行グループの様々な事業が使用するモデル間の一貫性は、標準方法委員会によって承認されたモデル化

原則の遵守を通じて確保されている。それらは各事業体のALM委員会によって承認され、その妥当性は年次

ベースで監視されている。

地域銀行およびLCLの資産負債管理モデルは、クレディ・アグリコル・エス・エーによって国内レベルで

開発されている。これらは地域銀行内で同じ検証プロセスに従っており、それらが現地で適応された場合に

は、クレディ・アグリコル・エス・エーに通知される。

モデルの妥当性は、過去のデータや現在の市況のレビューを含め、毎年見直される。これらは、国内モデ

ルについてはクレディ・アグリコル・エス・エーのリスク部門による、また現地の適応については地域銀行

のリスク部門による、独立したレビュー（「第2の目」として知られる。）の対象となる。

 

Ⅲ．外国為替リスク

銀行勘定の外国為替リスクについては、構造的な外国為替ポジションに関する場合（資本を通じて再評価

される。）と業務上の外国為替ポジションに関する場合（損益において再評価される。）とで、異なる扱い

をする。

 

1．構造的外国為替リスク
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クレディ・アグリコル・エス・エーの構造的外国為替リスクは、当行グループにおける基準通貨をユーロ

とし、当行グループが外貨建ての資産（国際的に営業を行う会社の株式で、買収、本社からの資金移動、ま

たは現地の利益の資本組入れによるかを問わない。）に対して長期投資を行った場合に発生する。

2024年12月31日現在、当行グループの主要な構造的外国為替ポジション（ヘッジ前の総額ベース）は、米

ドルおよび香港ドル等のドル固定の通貨、スイス・フラン、英ポンド、中国元、ポーランド・ズウォティ、

日本円、インド・ルピーおよびエジプト・ポンドであった。

構造的外国為替ポジションの管理における主要な原則は、以下のとおりである。

■　短期／中期の業績に影響を与える外貨建ての構造的外国為替ポジションの再評価による潜在的損失の防

止（有価証券の処分、配当支払）

■　自己資本規制（CRR）第352条（2）に基づくECB免除の対象となる外貨に対するCET1比率の最適化された

イミュニゼーション

■　クレディ・アグリコル・エス・エーの資産負債管理委員会により承認された管理ガイドラインに基づく

残りのオープン・ポジションのヘッジ

クレディ・アグリコル・エス・エーの構造的外国為替ポジションは、1年に4回、クレディ・アグリコル・

エス・エーの最高経営責任者が委員長を務める資産負債管理委員会に報告される。ポジションの管理方法に

ついての一般的な決定は、これらの会議において行われる。

 

2．業務上の外国為替リスク

業務上の外国為替リスクは、引当金、国際子会社および支店で発生した純利益ならびに外貨建て配当等、

基準通貨以外の通貨建てのあらゆる利益および費用、ならびに収支の不均衡から発生する。国際子会社のト

レジャリー部門は、業務上の外国為替リスクを現地通貨で管理している。

一般的なルールとして、キャッシュ・フローの観点から、（利鞘のみの）名目的な価値の為替リスクにさ

らされないよう、資産と負債を同じ通貨で一致させている。ただし、株式投資および純投資ローン（資産

側）、またはAT1の一時的評価損機能付き発行（負債側）については、この一般的なルールを適用しないこと

も可能である。

認識により外国為替ポジションの変動が生じる通貨による収益および費用（未収利息、受取報酬および手

数料または支払報酬および手数料、請求書等）は、必要に応じて、少なくとも月1回ヘッジされる。将来の利

鞘については、損失の実現可能性が高く減損リスクが高い場合を除いて事前にヘッジしないこととしてい

る。

 

Ⅳ．流動性およびファイナンス・リスク

すべての金融機関と同様、当行グループは流動性リスク、すなわちコミットメントを履行するだけの十分

な資金を準備できないリスクにさらされている。このリスクは、たとえば金融市場および債券市場全般にお

いて投資家の信頼が危機に陥ったとき、または巨額の顧客預金が引き出されたときなどに発生する。

 

1．目的および方針

流動性管理における当行グループの主たる目的は、あらゆる深刻な長期流動性危機に際して、需要を満た

すために十分な資金を確保することである。

これを管理するため、当行グループは、内部流動性リスク管理および統制システムを利用している。その

目標は以下のとおりである。

■　流動性準備金の維持

■　これらの準備金と将来支払期日が到来する債務とのマッチング

■　短期および長期借換えの期限を適切化し、借換え資金源を多様化するための借換えの整理

■　顧客貸出金と預金との均衡を図った増加の確保
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このシステムには、指標、制限および警告基準が含まれている。これらは、当行グループのすべての事業

体について計算および監視され、クレディ・アグリコル・グループ全体の流動性リスクを監視するために統

合される。

またこれは、規制による流動性制限にも準拠している。LCR、NSFRおよび事業体ごとに、または関連する

当行グループの事業体について子会社の連結ベースで、および当行グループの連結ベースで計算される追加

流動性監督基準（ALMM）は、ECBに対する月1回の（LCR／ALMM）報告書または四半期に1回の（NSFR）報告書

で開示されている。

 

2．内部流動性リスク管理および統制システムの方法およびガバナンス

クレディ・アグリコル・グループにおける流動性リスクの管理および統制システムは、基準において定義

されており、以下の4つの指標を軸としている。

■　主として危機シナリオのシミュレーションから得た短期指標。この指標の目的は、流動性準備金、商業

活動からのキャッシュ・フローおよび長期借入金の評価損に応じて、短期借換えの満期および取引高を

調整することである。

■　長期債務の満期を評価および調整するための長期指標。当行グループの借換えニーズを予測し、市場に

おける借換えに関する問題を回避するための、満期集中制限。

■　市場における借換先（借換チャネル、債務の種類、通貨、地域、投資家）の集中を監視および管理する

ための分散指標。

■　当行グループの発行スプレッドにおける短期的・長期的傾向、および流動性費用に対する影響を測定す

るための費用指標。

標準方法委員会は、これらの指標の定義、ならびにグループ・リスク管理部門の助言に従いクレディ・ア

グリコル・エス・エーのグループ財務部門が提案するこれらの指標の変更を認証する責任を負う。

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、グループ流動性リスク管理に関する一般的方針を承認

し、当行グループの流動性リスク選好を踏まえて主要な指標に制限を設定する。グループ・リスク委員会

は、これらの制限を取締役会に提案し、当行グループの各事業体にどのように反映されるかを決定する。

このため、クレディ・アグリコル・エス・エーの各子会社および各地域銀行は、グループ・レベルで統制

された指標制限の通知を受ける。これらの事業体の資産負債管理委員会（またはこれに相当するもの）は、

グループ・システムの反映に加え、自己の事業に関するリスクについて個別に制限を設定する。また当行グ

ループの規定より厳しい統制を地域ごとに自由に適用することができる。

 

3．流動性の管理

クレディ・アグリコル・エス・エーは、流動性リスクの管理を統制する。財務部門は、短期借換えに関し

て以下の責任を負う。

■　様々なプログラム（主としてNCD（譲渡性預金））によって調達した短期資金に対するスプレッドの設定

■　中央銀行による借換えの対象である当行グループ各事業体の資産の中央管理、および入札の枠組みにお

ける使用条件の策定

■　キャッシュ・ポジションの監視および予測

長期借換えに関しては、以下の責任を負う。

■　長期資金の需要の査定

■　これらの需要を満たすための資金供給プログラムの計画

■　1年にわたるこれらのプログラムの実行および監視

■　当行グループ各事業体において調達された資金の再分配

■　グループ内フローにおける流動性の価格設定

長期資金供給プログラムには様々な商品が含まれている（下記参照。）。業務レベルでこれらの責務を担

当する組織は、当行グループのトレジャリー部門および流動性委員会で、これらは1日以内から中長期まで、
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流動性問題に関するすべての問題をレビューする。また、当行グループの資産負債管理および資本流動性委

員会に対して政策の方向性を提言する。

指導および統制業務担当の最高経営責任者代理（当行グループの流動性ポジションについて報告を受け

る。）が委員長を務める資産負債管理および資本流動性委員会は、一切の主要な決定（資金供給プログラム

の管理、新たなプログラムの開始、借換予算の承認、および貸出金と預金とのバランスの管理等）に責任を

負う。

資金調達市場が逼迫した場合、業務執行陣、グループ・リスク管理部門ならびにグループ財務部門は、当

行グループの流動性の状況を厳重に監視するため、委員会を設置する。▲

 

4．定量的情報

4.1　2024年12月31日現在のキャッシュ・バランスシート

表示情報の前提

2024年12月31日現在、流動性や貸借対照表に変更が生じている。

■　資産の部では、LCRの定義上適格な「現金および中央銀行預け金（法定準備金を含む。）」が、現金およ

び法定準備金を除く流動性準備金の表示と整合性を保つため、「中央銀行預け金（現金および法定準備

金を除く。）」に変更された。後者は、「正味運転資本」内の安定資産における安定調達源の余剰の算

出において、安定資産として分類変更された（下記参照）。このような表示の変更により、指標に16十

億ユーロのマイナスの影響が生じている。

■　資産では、銀行勘定の「銀行間資産」および「リバースレポ取引（純額）およびその他短期」が、単一

の項目「トレジャリー資産」セクションに統合された。

■　負債の部では、「顧客資金」には現在、安定した資金源の余剰の指標
（1）

の対象となる顧客預金のみが

含まれ、当行グループの銀行ネットワークを通じて発行された債券、および国または国際機関からの資

金調達は「長期債務」（旧「中長期市場リソース」）に分類される。

■　「有形資産および無形資産」および「株式および類似の項目」は、従来はそれぞれ資産および負債に分

類されていたが、負債の単一の項目「正味運転資本」で相殺される。またこの項目には、従来「リバー

スレポおよび短期その他」に含まれていた未払債務と未払利息の差額が含まれる。この配分変更によ

り、安定資産に対する安定調達源の余剰に3十億ユーロのプラスの影響がある。

さらに、2024年12月31日の取引終了時点の長期債務（銀行業務の定義の範囲内で考慮）の内訳について

は、以下の変更が行われる。

■　当行グループの事業の上位優先債で、銀行ネットワークを通じて売り出されたものは、市場で発行され

たその他の優先債に分類される。

■　国または国際機関からの資金調達は、担保付優先債として分類される。

 

(注1)　内部管理上、資産保管事業の顧客預金の一部を安定した資金源の余剰の指標から除外している。

 

流動性状況に関する説明

2024年12月31日現在、当行グループの流動性バランスシートは1,685十億ユーロで、安定した資金の運用に

対する資金源の安定した余剰は、2023年12月末から13十億ユーロ減少して177十億ユーロであった。

 

2024年12月31日現在のクレディ・アグリコル・グループの流動性バランスシート

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 162/1736



 
(注1)　リテール・ネットワークが発行する非上位優先債を含む。

(注2)　内部管理に従い、預金供託公庫の中央管理を含み、一部の資産サービシング預金を含まない。

 

2024年12月31日現在の長期債務は305十億ユーロ（プロフォーマ）であり、2023年12月末から12十億ユー

ロ増加した。これは主として、CRR3規制に従い、流動性の範囲内にあるCAPFMグループのレンタカー会社を統

合したこと（7.5十億ユーロ増）によるものである。

これには以下が含まれる。

■　担保付優先債務84十億ユーロ

■　上位優先債務159十億ユーロ

■　非上位優先債務37十億ユーロ

■　およびTier 2有価証券25十億ユーロ

 

クレディ・アグリコル・グループの長期債券の変動

 

 
(注1)　想定元本

会計上の観点（規制上のソルベンシー調整を除く。）

 

4.2　クレディ・アグリコル・グループの流動性準備金の推移

当行グループの割引後の流動性準備金（市場価格）
（1）

は、2024年12月31日現在、2023年12月31日現在か

ら28十億ユーロ増加して合計473十億ユーロとなった。

これは、トレジャリー資産以外の短期債務の2倍超に相当する（現金および中央銀行預け金を除く。）。
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この流動性準備金の変動は、主に以下の要因によるものである。

■　有価証券ポートフォリオ（HQLAおよび非HQLA）の43十億ユーロの増加。追加的な有価証券の取得（一部

は中央銀行預け金の削減による。下記参照。）と、これらの資産の中央銀行における真の価値をより適

切に反映する値下げ率の変更による。

■　中央銀行預け金の19十億ユーロの減少。

■　主に2024年度にTLTROの返済に伴い担保が解除されたことで、中央銀行で調達した担保非設定資産が4十

億ユーロ増加したこと。これは、2024年度第4四半期に欧州中央銀行が追加のコーポレート（ACC

Corpo）民間債務借換チャネルを終了したことにより相殺されている。

また、当行グループは引き続き、（ECBの融資の償還後）即時利用可能な準備金の維持に努めた。中央銀

行の借換えの対象となる非HQLA資産は、割引後合計139十億ユーロとなった。

 

(注1)　流動性準備金を構成する有価証券は、中央銀行の価値の経済的実態をより適切に反映させるため、12月からの特

異なストレス（以前のシステミック・ストレス）を割り引いた後に評価される。

 

2024年12月31日現在のクレディ・アグリコル・グループの流動性準備金

 

 
(注1)　潜在的流動性カバレッジ比率をカバーするための中央銀行のリファイナンスの対象となる債権

(注2)　割引後利用可能な流動市場証券（時価評価）

(注3)　うち1十億ユーロは中央銀行により利用可能。

(注4)　現金（4十億ユーロ）および法定準備金（12十億ユーロ)を除く。

 

2024年度末現在、利用可能な流動性準備金の構成は、以下のとおりであった。

■　ECBによる割引後、中央銀行の借換業務に利用可能な資産138十億ユーロ

■　中央銀行預け金（現金および法定準備金を除く。）150十億ユーロ

■　割引後の証券ポートフォリオ185十億ユーロ。内訳は、市場流動性のあるHQLA証券（150十億ユーロ）お

よび市場流動性のあるその他の証券（流動性割引後35十億ユーロ）（中央銀行の借換えに利用可能な1十

億ユーロを含む。）であった。

2024年度の流動性準備金は平均473十億ユーロであった。
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クレディ・アグリコル・グループの流動性リスク管理および統制システムが設定した制限をクレディ・ア

グリコル・エス・エーの各子会社および地域銀行に割り振ることで、現地の流動性リスクが準備金によって

適切にカバーされていることが保証される。

 

4.3　規制比率

2014年3月以降、ユーロ圏の金融機関は監督当局に対して、EBA（欧州銀行監督機構）の定義による流動性

カバレッジ比率（LCR）の報告を義務づけられている。LCRの目的は、流動性危機が30暦日継続した場合に民

間市場において容易かつ即時に現金化可能な、抵当権の設定されていない適格流動資産（HQLA）を十分保有

していることを保証し、銀行の流動性リスク特性の短期的な回復力を強化することである。

金融機関は、2018年1月1日以降100％に設定された、この比率の最低基準の適用を受ける。

 

2024年12月31日現在の値

（十億ユーロ）

クレディ・アグリコル・

グループ

クレディ・アグリコル・

エス・エー

流動性バッファー 307.3 270.8

キャッシュ・アウトフロー純額合計 241.3 206.8

流動性カバレッジ比率（LCR） 127.4％ 131％

 

12月のLCR水準は、年末1ヶ月間のアウトフロー純額が増加したことにより、比率の分母に影響を与えた。

 

クレディ・アグリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーの12ヶ月間の平均LCRは、2024

年12月末現在、それぞれ141.3％および145.3％であった。これらは、中期計画目標である約110％を上回って

いた。

また、2021年6月28日以降、ユーロ圏の金融機関は、EBA（欧州銀行監督機構）の定めるところに従い、監

督当局に対して安定調達比率（NSFR）を報告することを義務付けられている。NSFRは、金融機関が中長期的

な資産を調達するのに十分な「安定した」（すなわち、当初満期が1年超の）資金源を有することを確保する

ことを意図している。

2021年6月28日以降、金融機関が義務づけられるこの比率の基準は100％となっている。

 

2024年12月31日現在の値

（十億ユーロ）

クレディ・アグリコル・

グループ

クレディ・アグリコル・

エス・エー

安定調達要件 1,120.8 916.2

利用可能な安定調達 1,320.2 1,033.9

安定調達比率（NSFR） 117.8％ 112.8％

 

5．2024年の借換戦略および状況

2024年は、債券市場の好調な状況が全体を特徴づけた年であったが、同時にボラティリティの高さも際

立っていた。債券市場の動向には、地政学的（ウクライナおよび中東の紛争を含む。）および政治的（特に

フランスの議会選挙の予想外の結果や米国の大統領選挙）不確実性、中央銀行による金融緩和政策、欧州と

米国の経済格差など、様々な要因が寄与した。

2024年の債券市場の動向には、実際、政治的および地政学的な要因が影響を与えた。特にフランスでは、

2023年以降の財政赤字の増加に伴い、フランス政府の借入金利は既にわずかに上昇し始めており、2024年に

はフランス政府機関の格付が下方修正された。6月7日に国民議会が解散されたことで政治的不透明感が高ま

り、それが国の借入金利の上昇を促進し、間接的にはフランスの銀行の借入金利の上昇も煽った。ドイツの

政治的不安定性や、市場がインフレ的とみなすドナルド・トランプ大統領の再選をめぐる不確実性など、そ

の他の要因も新たな不確実性を生み出している。

米国と欧州で2022年から2023年にかけて主要金利が急速に上昇した後、中央銀行の政策金利の予想および

実際の引下げが、2024年の債券市場の好調な勢いに貢献した。実際、両者の中央銀行は、成長率とインフレ
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率の低下を背景に、年半ばに金融緩和政策を開始した。一方でECBは、景気の減速と、インフレ率が目標水準

に回復したことを背景に、6月、9月、10月、12月に利下げを実施し、政策金利を4.5％から3.15％に引き下げ

た。他方、大西洋の反対側では、米国連邦準備制度は9月、10月、12月に利下げを実施し、政策金利を1年間

で5.5％から4.5％に引き下げた。しかし、雇用と成長率の数値が当初の予想より堅調であったため、市場

は、米国連邦準備制度による追加利下げの可能性に警戒感を強めている。

当年はボラティリティが高まったにもかかわらず、発行額は依然として高く、金融機関による債券発行額

は約420十億ユーロに上った。この発行額は、TLTROが終了し、COVID-19のパンデミック後に商業活動が再開

された2023年に記録した450十億ユーロに迫るものである。2024年は運用ファンドへの記録的な資金流入に支

えられ、これらの新規発行額は、フランスの銘柄を含めて年間を通じて十分に吸収され、利下げの可能性を

前に魅力的な利回りを確保しようとする投資家の根強い意欲を示している。

このような不確実な状況にもかかわらず、クレディ・アグリコル・グループは、2024年も引き続き良好な

借換条件の恩恵を受けた。

 

Ⅴ．ヘッジ政策

《監査済》クレディ・アグリコル・エス・エーにおいては、主として以下の3つの目的でデリバティブ商

品を使用している。

・　当行グループの顧客からの需要を満たすこと

・　当行グループの財務リスクを管理すること

・　特定のトレーディング活動の一環として当行グループの自己勘定におけるポジションを取ること

ヘッジ目的で保有されていないデリバティブ（IAS第39号の定義
(1)

による。）は、売買目的で保有される

デリバティブ商品に分類され、市場リスクだけでなく、場合によってはカウンターパーティー・リスクにつ

いても監視されている。一部のデリバティブ商品は、財務リスクの経済的ヘッジ目的でも、IAS第39号の基準

を満たさずに保有することができる。これらも売買目的のデリバティブ商品に分類される。

あらゆる場合において、ヘッジの意図は開始時に文書化され、四半期に1回、適切なテスト（将来に関す

るものおよび過去に関するもの）によって検証される。

当行グループの各事業体は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者が委員長を務めるグ

ループ・リスク委員会が設定した制限内で、財務リスクを管理している。

連結財務書類に対する注記3.5（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12

月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）には、ヘッジ手段のデ

リバティブの市場価額および想定元本が表示されている。

 

(注1)　クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に基づく「ヘッジ会計」のオプションを適用していない（当該

基準の認めるところによる。）。すべてのヘッジ関係は、遅くとも、欧州連合が公正価値マクロ・ヘッジに関す

る規則を採用した場合はその適用日まで、IAS第39号のルールに基づいて記録される。しかしながら、IAS第39号

に基づくヘッジ会計は、金融商品の適格性を判断する際にIFRS第9号の分類および測定原則を使用する。

 

1．公正価値ヘッジおよびキャッシュ・フロー・ヘッジ

グローバル金利リスク管理の目的は、以下の2つのアプローチを調和させることにある。

 

当行の純資産価値の保護

この第一のアプローチでは、資産および負債において金利変動に敏感なバランスシート項目およびオフバ

ランスシート項目（簡潔に言えば固定金利項目）を整合させ、金利変動によって生じる公正価値の変動を相

殺することが求められる。この整合がデリバティブ商品（主に固定金利スワップ、インフレ・スワップ、お

よびより限定的には市場オプション）によって実施される場合、ヘッジ対象として識別された金融商品（マ

イクロ公正価値ヘッジ）または金融商品のグループ（マクロ公正価値ヘッジ）（固定金利資産およびインフ
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レに関連する項目：顧客貸付金、固定金利負債およびインフレに関連する項目：要求払預金および貯蓄預

金）がIAS第39号に基づいて適格である場合には、これらのデリバティブは公正価値ヘッジとして分類される

（適格でない場合には、たとえリスクのヘッジとして機能していても、上述のとおり、会計上は取引目的保

有として分類される）。

マクロ・ヘッジの適格性を確認するために、ヘッジ手段およびヘッジ対象は、契約上の特性に基づいて、

または一部のバランスシート項目（特に預金）については、商品の財務的特性および過去の行動に基づく仮

定を用いて、満期別にグループ化される。ヘッジとヘッジ対象の2つの満期スケジュールを比較することによ

り、各満期および各世代に対して、将来を見越した文書化が可能となる。

各マクロ・ヘッジ関係については、ヘッジの将来にわたる有効性が期末時点で測定され、これにより各満

期グループにおいて、ヘッジ対象の元本額が、使用されている金融ヘッジ・デリバティブの想定元本額を上

回っていることが確保される。したがって、ヘッジの過去にさかのぼった有効性は、期首時点におけるヘッ

ジ対象残高の変化が、事後的な過剰ヘッジを示していないことを確認しつつ測定される。その他の非有効性

の要因として、OIS／BOR差異、信用評価調整（CVA）、負債評価調整（DVA）および資金調達評価調整（FVA）

も測定対象となる。

 

金利マージンの保護

この第二のアプローチでは、将来的に金利がリセットされることにより変動を受ける金融商品または関連

するバランスシート項目の将来キャッシュ・フローの変動を相殺することが求められる。これは、変動する

金利指標に連動していること、または将来のある時点で市場金利によって借換えが行われることに起因す

る。この相殺がデリバティブ商品（主に金利スワップ）によって行われる場合、これらのデリバティブ商品

はキャッシュ・フロー・ヘッジ（CFH）として分類される。この相殺は、個別に識別されたバランスシート項

目または金融商品（マイクロCFHs）、あるいはライン項目や金融商品のポートフォリオ（マクロCFHs）に対

して実施することができる。これらのヘッジ関係の文書化および有効性の評価は、公正価値ヘッジと同様、

暫定的な満期に基づいて行われる。

各ヘッジ関係については、期末時点でヘッジの将来有効性が測定され、それにより各満期グループにおい

て、ヘッジ対象の元本額が、使用される金融ヘッジ・デリバティブの想定元本額を上回っていることが確認

される。

 

2．外貨建ての純投資ヘッジ

第三のヘッジ・カテゴリは、機能通貨が当行グループのものとは異なる事業体（大部分が国際子会社およ

び支店）において行われた投資のヘッジに関するものである。主として当行グループのCET1比率を外国為替

の変動に対して免疫化するため、通貨ごとにヘッジレベルが調整される。国際投資に使用されるこれらの

ヘッジ・デリバティブ（主として外貨債および為替スワップ）は、純投資ヘッジの文書化の対象である。

ヘッジ・リスク（すなわち為替リスク）に関するヘッジ価値の変動は、ヘッジ対象の外貨資産がヘッジ手段

である商品の額面金額（または想定元本）以上である場合、有効部分について、組替えられるその他の資本

を通じて記録される。無効部分は、純損益を通じて直接認識される。▲

2.7　保険部門のリスク

《監査済》クレディ・アグリコル・アシュランス・グループ（クレディ・アグリコル・エス・エーの子会

社）は、主として貯蓄および退職金業務を行っているため、市場リスク（価格リスクおよび外国為替リス

ク）および資産・負債リスク（流動性リスクおよび金利リスク）にさらされている。またクレディ・アグリ

コル・アシュランス・グループは、保険リスクにも直面している。最後に、特にプロセス実行において、法

令違反リスクおよび法的リスクに関連した業務リスクにもさらされている。本項の情報は、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの連結財務書類に対する注記5.3「保険事業の特徴」（「第6　経理の状況－1　財務書類
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－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に

対する注記」）を補完するものである。

 

Ⅰ．クレディ・アグリコル・アシュランス・グループにおけるリスク管理のガバナンスおよび組織

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループのリスク・ガバナンス・システムは、以下の原則に基づ

いている。

・　指揮（監督および防止）および二次統制に責任を負うリスク管理および恒常的統制事業部門、定期的統

制に責任を負う内部監査事業部門、ならびに法令遵守事業部門を含む、クレディ・アグリコル・エス・

エーの統制部門メカニズムの権限に服する。これらの部門に加えて、保険会社の規制に従い、クレ

ディ・アグリコル・アシュランス・レベルの保険数理部門もある。

・　これを監督するクレディ・アグリコル・アシュランス・グループのリスク管理部門は、「リスク管理」

事業部門を主導し、システムを監督し、当行グループの基準および原則を活用して子会社のリスク管理

システムの準拠を確認する。主要な各リスク・カテゴリにつき、専門家のサポートを受けている。

・　補完性の原理に基づく。クレディ・アグリコル・アシュランス・グループの各事業体は、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの原則およびルール、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループの管理の

ための原則およびルール、ならびに海外子会社に対する現地の規則に基づいて、単独のリスク管理政策

を策定および実施する責任を負う。

リスク・ガバナンスに責任を負うのは、以下のとおりである。

・　クレディ・アグリコル・アシュランス・グループが適用あるすべての規制および法律を遵守しているこ

とにつき最終的な責任を負う、業務執行陣（最高経営責任者およびソルベンシー2の定義による第2の業

務執行取締役）および取締役会

・　当行グループの業務執行陣の主たる戦略組織であるクレディ・アグリコル・アシュランスの業務執行委

員会および当行グループの委員会（具体的には、エグゼクティブ・リスクおよび内部統制委員会、財

務・計画・予算および業績委員会、資産負債管理委員会および投資委員会、ならびに再保険委員会）

・　それぞれの代表者を最高経営責任者が任命する、4つの主要機能（リスク、法令遵守、数理計算、内部監

査）。かかる任命は取締役会が承認し国の管轄監督当局に報告される。4つの主要機能は、クレディ・ア

グリコル・アシュランス・グループのエグゼクティブ・リスクおよび内部統制委員会が調整する。主要

機能の責任者は、取締役会に出席することができ、少なくとも年1回、作業結果を報告する。

・　内部統制システム。あらゆる種類の業務およびリスクを管理および統制し、すべての取引が（規制遵守

の点で）適切、安全かつ効果的に実行されることを保証するための枠組みと定義される。クレディ・ア

グリコル・アシュランスは、取締役会にリスク政策の認証を申請する。

・　クレディ・アグリコル・アシュランス・グループのソルベンシーおよびリスクを評価する内部プロセス

（組織準備性自己評価（ORSA））。これは、他の中期計画予算戦略プロセス、資本計画、ならびにリス

クの枠組みおよび事業部門方針のアップデートと、同時進行で行われる。この枠組みにおいて予測評価

を行ったことで、困難な状況が当行グループの経営指標に与える影響を分析し、必要に応じて措置を取

ることができるようになった。

 

1．リスク管理組織

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループのリスク管理システムは、リスク管理部門責任者が管理

しており、リスク管理部門責任者は業務上はクレディ・アグリコル・アシュランスの最高経営責任者に、ま

た階層的にはクレディ・アグリコル・エス・エーのグループ最高リスク責任者に報告を行う。同責任者は、

フランス国内の事業体では階層的に、国外の事業体では機能的に監督下にある各事業体のリスク管理責任者

からサポートを受けている。保険リスク管理事業部門は、リスクタイプ別に、事業体レベルの組織をグルー

プ・アプローチと統合するマトリックスのように作用する。
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事業部門別の階層的な報告により、独立性が保証される。これには、日常のリスクを管理し、プロセスが

適切に実行されるよう決定を行い、一次的な統制を行う業務機能をサポートする「第二の目」の役割（推奨

を行う。）がある。

 

2．リスク管理システム

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループ・レベル

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、戦略を方向づけ、リスクを適切に統制および管理す

るために遵守すべきリスク・アペタイト・フレームワークを策定している。これは、リスク管理の枠組みの

中核をなす各リスク・カテゴリの主要な指標で構成される。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループが導入したリスクの枠組みは、全体的なリスク管理体

系、ならびにクレディ・アグリコル・アシュランス・グループが戦略の実行を通じてさらされる様々なリス

クの制限および警告基準に基づいている。

これについては、クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク委員会（クレディ・アグリコル・エス・

エーの業務執行委員会の下部委員会、委員長は最高経営責任者）が指標および主要な制限をレビューした

後、クレディ・アグリコル・アシュランスの取締役会がリスク選好報告書と共に少なくとも年1回見直しおよ

び検証を行う。クレディ・アグリコル・アシュランスの業務執行陣および取締役会または（権限の範囲に応

じて）クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク委員会は、警告基準または制限の違反およびその一切の

是正措置について報告を受ける。

クレディ・アグリコル・アシュランスの四半期に1回のリスク・ダッシュボード（毎月の報告書で補足す

る。）は、当行グループのリスク特性の監視および潜在的な偏差の特定に使用される。

取締役会は、リスク・アペタイト・フレームワークの遵守状況について定期的に最新の情報を受け取る。

グループ・レベルで一貫してリスクを管理するため、専門の組織が設置された。すなわち、2ヶ月に1回の

リスク監視委員会、月1回の財務リスク委員会、ポートフォリオの資産タイプ別見直し、および業務執行委員

会に対して月1回その時点のリスクを報告すること等である。

またクレディ・アグリコル・アシュランス・グループ・レベルの保険モデル委員会は、リスク管理事業部

門の指導下にあり、モデルを支える方法、およびクレディ・アグリコル・アシュランス・グループの主要リ

スクの対処に使用する指標またはクレディ・アグリコル・アシュランス・グループの部門を超えた課題を表

す指標を承認する。

 

事業体レベル

各社は、当行グループの枠組みに従い、リスクを監視および統制する独自のシステムを策定している。具

体的には、プロセスおよびリスク・マッピングを通じて策定されるリスクの枠組みにより、リスク選好に応

じたクレディ・アグリコル・アシュランス・グループ全体の制限が定められ、必要に応じて個別リスクを管

理するための制限が設けられる。

各事業体は、厳しいリスク管理体系を定めた正式な方針および手続（保険加入時のリスク引受、再保険に

よる技術的リスクの対策およびヘッジ、請求管理のルール等）も策定する。

クレディ・アグリコル・アシュランスは、国際子会社のために、各事業体向けの基準を策定し、分散型意

思決定の範囲およびルール、ならびに意思決定プロセスで従うべきルールを定めた。

業務リスク管理は、各事業体の委員会によって監督されている。これらの委員会（投資、資産負債管理、

技術、再保険等）は、リスク・ポジションの変化を監視するために、各事業部門からの報告に基づいて定期

的に会議を開き、リスク管理プロセスをサポートする分析を行い、必要に応じて行動を提案する。重大なイ

ンシデントおよび制限の違反があった場合は警戒態勢に入り、クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク

管理部門（クレディ・アグリコル・アシュランス・グループ・レベルの制限または主要事業体の制限に関す

る場合）、またはクレディ・アグリコル・アシュランスの業務執行陣、または当該事業体の経営陣のいずれ

かに通知される。これに基づいて、是正措置が実施される。
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リスク管理システムは、各子会社のリスク委員会および内部統制委員会の会議において、恒常的統制報告

書、リスク・ダッシュボードの分析および定期統制の結果を踏まえて検討される。

 

Ⅱ．市場リスク

市場リスクとは、市場価格（たとえば、金利、為替レート、株価）の変動が、保険契約および再保険契約

に係るキャッシュ・フロー、金融商品の公正価値または将来のキャッシュ・フローに影響を及ぼすリスクを

指す。これには、金利リスク、為替リスクおよび価格リスクの3つのリスクが含まれる。

市場リスクに関する情報は、連結財務書類に対する注記5.3「保険事業の特徴」（「第6　経理の状況－1　

財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財

務書類に対する注記」）に開示されている。

 

Ⅲ．流動性リスク

流動性リスクとは、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループが、現金または他の金融資産の交付

により相殺される保険契約および金融負債に基づく義務の履行が困難となるリスクである。

流動性リスクに関する情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類に対する注記5.3「保

険事業の特徴」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した

事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に開示されている。

 

Ⅳ．信用リスク

信用リスクとは、金融商品、資産として発行および認識されている保険契約、または保有している再保険

契約の一方の当事者が債務不履行に陥り、他方の当事者に財務損失を被らせるリスクである。

信用リスクに関する情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類に対する注記5.3「保険

事業の特徴」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事

業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に開示されている。

 

Ⅴ．引受リスク

IFRS第17号の適用範囲に該当する契約から生じる引受リスクに関する情報は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの連結財務書類に対する注記5.3「保険事業の特性」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024

年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注

記」）に開示されている。▲

 

Ⅵ．業務リスク

業務リスクとは、内部手続の欠陥もしくは不履行、人的ミス、情報システムまたは外部の事由によって損

失が発生するリスクである。これには、主要な業務委託サービスから発生するリスクが含まれる。

クレディ・アグリコル・アシュランスの各事業体は、業務リスク管理にクレディ・アグリコル・エス・

エーの指令を適用している。

各事業体における業務リスク管理システムは、次の要素により構成される。

・　リスク事由のマッピング。組織の変更、新規業務およびリスク費用の変化を反映するため、定期的に

アップデートされる。業務をプロセスごと、およびバーゼル2の分類表に基づく7つのリスク・カテゴリ

ごとに分析することで行う。このように特定された（実際のまたは潜在的な）リスク事由による財務的

および非財務的影響（規制、評判）は、事業の専門知識に基づいて発生確率と共に評価される。最も重

要な正味リスクを洗い出し、かかるリスクを軽減するための行動計画を最優先にするため、現地の統制

計画によって決定された様々なレベルの統制の結果、およびクレディ・アグリコル・エス・エーのリス

ク部門が決定した標準的統制の結果、ならびに定期的統制の結果に基づいて、内部統制が評価される。
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・　リスク関係の事象および営業損失のデータの収集プロセスを、早期警告システムで補完することによ

り、確認されたリスクを監視し、これを活用して是正措置を導入しマッピングの一貫性を図る。収集し

た損失額は、四半期に1回、毎年規定される警告基準と比較される。

クレディ・アグリコル・アシュランスおよびその子会社は、情報システムの障害、ならびに業務現場およ

びスタッフのミスをカバーするため、重要な業務に焦点を当てた事業継続計画（BCP）を策定した。これは、

クレディ・アグリコル・エス・エー共通のIT運用・プロダクション環境に基づくITバックアップ・プランを

採用するなど、クレディ・アグリコル・エス・エーの基準を満たしている。この計画は、定期的な検査を受

けている。ITシステムのセキュリティは、当行グループのセキュリティ・ポリシーの必須要素である。セ

キュリティ・プロジェクトの3年計画（特に、認証、侵入テストおよびITシステム障害シナリオ等を含む）

は、年1回見直される。

とりわけ業務委託に関連する監視および統制システムについて規定した、クレディ・アグリコル・アシュ

ランス・グループ全体の一般的な下請政策を、グループの各事業体が公開している。業務委託サービスに関

するEBAガイドラインの公表、フランスの2014年11月3日付命令（その後の改正を含む。）、およびクラウド

ベースのサービスの業務委託に関するEIOPAガイドラインの公表を受けて、業務委託サービスの管理システム

が導入された。クレディ・アグリコル・アシュランスは、2025年1月17日に施行された欧州デジタル業務レジ

リエンス法（DORA）も適用しており、ESA（欧州監督機関）が提案したICT（情報通信技術）サードパーティ

登録の「ドライラン」にも自主的に参加した。

 

Ⅶ．法令違反リスク

法令違反リスクとは、財務活動について規定する法令を遵守しない可能性を指す。この場合の法令とは、

法律、規則（ソルベンシー2、証券規則、データ保護、顧客保護、マネー・ロンダリング防止およびテロ資金

供与対策の要件、国際制裁、贈収賄対策等）、専門的または倫理的な基準および実践、ならびに執行機関か

らの指示などである。これらのリスクは、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループの各事業体の業

務リスク・マッピングにおいて確認される。

各事業体において、法令遵守責任者は、クレディ・アグリコル・エス・エーの法令遵守部門が発表したグ

ループの手続（Fides Corpus）の実施、および各事業体の業務に特有の手続の策定に責任を負う。また法令

遵守責任者は、研修および専門の統制システムにも責任を負う。このシステムの目的は、クレディ・アグリ

コル・アシュランス・グループの評判を維持しながら、これらのリスクを統制することで、潜在的影響（財

務損失、および法的制裁、行政もしくは懲戒処分）の抑制を継続的な目標としている。この点において、新

事業の開始および新商品の開発に際しては、各事業体に設置され、特に商品の契約書およびマーケティング

文書、ならびに販売者向けの研修資料および販売支援ツールを検討する新事業および新商品の委員会に付託

することで、安全が強化されている。

クレディ・アグリコル・アシュランスの子会社の法令遵守システムは、クレディ・アグリコル・アシュラ

ンス・グループの法令遵守責任者によって監督される。保険事業の調整は、主として子会社とのやり取りを

通じて行われる。

マネー・ロンダリングおよびテロ組織への資金供与の防止から顧客の保護まで、法令遵守のあらゆる分野

において、統制を確実にしてすべての関係者が手続を正しく行えるよう、当行グループは、販売者（地域銀

行、LCL、他の国際ネットワーク）との連携を強化した。

 

Ⅷ．法的リスク

法的運用、規制の監視および様々な事業部門との協議については、クレディ・アグリコル・アシュラン

ス・グループの法務部門が責任を負う。

最近12ヶ月間に、クレディ・アグリコル・アシュランスおよびその子会社の財務状態または収益性に対し

て重大な影響を及ぼした、またはその可能性のあった行政手続、訴訟手続または仲裁手続（または当行が認

識する手続。保留中であるか提起されるおそれがあるかを問わない。）は現在のところ存在しない。
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クレディ・アグリコル・アシュランスの認識する限り、特に記載すべき重要な訴訟はない。

 

2.8　業務リスク

業務リスクとは、内部手続の欠陥もしくは不履行、人的ミス、情報システムまたは外部の事由によって損

失が発生するリスクである。

これには、法的リスク、法令違反リスク、内部または外部の不正リスク、モデル・リスクおよび業務委託

サービス（EBAにおける不可欠かつ重要なサービスを含む。）の利用によって発生するリスクが含まれる。

 

Ⅰ．組織および監督システム

業務リスク・システムとは、当行グループの各事業体に合わせて調整されており、当行グループ全体に共

通の以下の要素で構成される。

 

業務リスク管理機能の組織およびガバナンス

・　業務執行陣による（業務リスク委員会またはグループ・リスク委員会の業務リスク・ユニットおよび内

部統制委員会を通じた）システムの監督

・　リスク管理担当役員（クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社）および現場レベルの業務

リスク管理責任者による業務リスク管理システムの管理に関する業務

・　各事業体が自己のリスクを管理する責任

・　基準および手続の設定

・　2015年度に実施された、業務リスクを含むクレディ・アグリコル・グループのリスク選好アプローチの

普及

 

リスク・マッピングによるリスクの特定および定性的評価

リスク・マッピングは、各事業体が年1回行い、業務リスク委員会（内部統制委員会の業務リスク・ユ

ニット）による結果および関連する行動計画の検証、ならびに取締役会のリスク委員会に対する提出を経

て、各事業体が使用する。

このマッピングを補足するものとして、感応度の最も高いプロセスを監視するためのリスク指標を設定し

ている。

・　センシティブな重大インシデント（ITインシデントを含む。）を報告するための業務上の損失データの

収集および早期警告システム（リスク費用の測定および監視に使用するデータベースにおいて連結され

る。）。収集したデータの信頼性および品質は、事業体レベルおよびグループ・レベルの両方で体系的

に監査される。

・　連結レベルおよび事業体レベルの業務リスクに関する資本の計算および規制当局への報告

・　事業体レベルの業務リスク・ダッシュボードおよびクレディ・アグリコル・グループ総括の四半期ごと

の作成。事業部門に影響を与える主要なリスク要因、ならびにこれに関連する重大インシデントの際の

行動計画を考慮する。

 

ツール

RCP（リスク管理および恒常的統制）プラットフォームは、当該システムの4つの重要な要素（損失データ

の収集、業務リスク・マッピング、恒常的統制および行動計画）で構成され、同じ枠組みを共有しており、

リスク・マッピング・システムとリスク管理システム（恒常的統制、行動計画等）を関連づけることができ

る。

規制資本の計算および配分に使用するITシステムの要素については、ITをバーゼル委員会が定める最高の

管理原則に適合させるため、データベースの合理化、情報精度の向上およびCOREP（共通報告）規制報告から

のデータに対する統制の自動化と併せて、アップグレード計画を継続した。
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これらの要素は、グループ・レベルで連結認証を受ける。

主要な業務委託サービスに関するリスクは、業務リスク・システムの各要素に組み込まれ、グループ・レ

ベルで情報交換されている連結統制の対象となる。クレディ・アグリコル・グループのシステムは、2019年2

月に公表された業務委託に関するEBAのガイドラインに従って適合されている。これは特に、業務委託サービ

スが準拠していることを確認し、業務委託サービスを専用の登録簿に記録するためである。

 

Ⅱ．方法

先進的計測アプローチ（AMA）を利用しているクレディ・アグリコル・エス・エーの主要な事業体は、ク

レディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク、アムンディ、LCL、クレディ・ア

グリコル・コンシューマー・ファイナンスおよびアゴスである。これらの事業体における先進的計測アプ

ローチの利用は、2007年度、ACPRによって承認された。これらの事業体は現在、業務リスクの資本要件の

57％に相当する。

標準的アプローチ（TSA）を利用する事業体にとって、規制当局が資本要件の計算に用いる加重係数は、

バーゼル委員会が推奨するものである（事業部門の収益に対する割合）。

 

AMA（先進的計測アプローチ）による資本要件の計算

業務リスクの資本要件の計算に用いる先進的計測アプローチの手法には、以下の主要な目的がある。

・　業務リスク費用に対する統制を強め、当行グループの各事業における想定外のリスクを予防すること

・　測定したリスクに必要な資本レベルを決定すること

・　行動計画の監視により、リスク管理の精度を上げること

当行グループにおいて実施されているシステムは、すべての定性的基準（リスク測定を日常管理の一環に

すること、リスク機能の独立、業務リスク・エクスポージャーの定期的開示等）およびバーゼル3の定量的基

準（1年間の信頼区間を99.9％とすること、内部データ、外部データ、シナリオ分析および環境を反映した要

素の統合、統計的分布に影響を与えるリスク要因の統合等）を満たすことを目的としている。

資本要件の計算に用いる先進的計測アプローチ・モデルは、当行グループ特有の、損失分布手法と呼ばれ

る数理計算モデルに基づいている。

内的要因（当該事業体のリスク特性の変更）は、以下の事項に従って検討される。

・　当該事業体内の変更（組織、新規事業活動等）

・　リスク・マッピングの変化

・　内部損失実績およびリスク管理システム（特に恒常的統制機能におけるもの）の質についての分析

外的要因に関しては、当行グループは以下を使用する。

・　その他の機関で記録されたインシデントの監視には、ORXインサイトの外部コンソーシアム・データベー

ス

・　下記については、外部公共データベース、SAS OpRiskおよびORXニューズ

・　その他の機関に影響を与えた主要なリスクに関する事業体間の認識向上

・　専門家によるグループの主要な脆弱性（重要シナリオ）の評価の補助

このモデルは、以下の原則に従って設計され、開発された。

・　リスク政策の不可欠な一部を構成しなければならない。

・　実用主義でなくてはならない。すなわち、実際の業務条件に適用できる手法でなくてはならない。

・　業務執行陣および事業部門の承認を受けるには、教育的価値がなければならない。

・　堅実でなければならない。すなわち、現実的で毎事業年度安定した予測を行うことができなければなら

ない。

先進的計測アプローチ・モデルについては、年1回バックテストを行う委員会が、各事業体のリスク特性

の変化に対する当該モデルの感応度を分析している。この委員会は毎年、改善が可能な分野を確認し、それ

ぞれに対応した行動計画を策定する。
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業務リスク・システムおよび方法は、2015年度、2016年度、2017年度および2023年度にECBの外部監査を受

けている。これらの作業により、当行グループの進歩に注目し、新興リスク（サイバー・リスク、法令遵

守／コンダクト・リスク）に関するプルデンシャル・アプローチを完成させることができた。

 

Ⅲ．エクスポージャー

業務損失のバーゼル・リスク・カテゴリ別内訳（2022年度-2024年度）

 

 

過去3年間に検知された業務リスクのエクスポージャーの特性は、概して、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの主要な活動を反映している。

・　主として信用関連の業務リスク（文書偽造、不正請求、宛先不明）および決済手段の不正利用（銀行

カード、不正送金等）に関する、外部不正行為に対するいまだ大きなエクスポージャー。2023年度に

は、CALEFにおいて重大なインシデントが発生した（虚偽の請求書による資金調達）。

・　処理ミス（データ入力ミス、管理モニタリングの失敗、処理または受渡しの失敗、手続および／または

権限委譲の（意図しない）不履行、期限不履行等）による、取引実行リスクおよび受渡しリスク、処理

管理リスク。注目すべきインシデントとしては、2022年度にクレディ・アグリコル・CIBで発生した証券

化案件（投資家によって債務不履行通知が争われた件）および2024年度にLCLで発生した、EU域内におけ

る取引に対する手数料およびコミッションの過剰請求がある。

・　顧客カテゴリに対するエクスポージャー。特に、CAバンク・ポルスカにおけるスイス・フラン建てモー

ゲージ・ローンの条件が不当であると問題視されたことに伴う引当金がある。

クレディ・アグリコル・エス・エーの業務リスクに対するエクスポージャーを軽減するため、事業体およ

びグループ・レベルで是正および防止行動計画が策定された。5百万ユーロを超える影響を有するインシデン

トに関する行動計画については、2014年度からグループ業務リスク委員会が、2016年度からはグループ・リ

スク委員会が、定期的に監視している。

 

リスク加重資産のバーゼル・リスク・カテゴリ別内訳（2024年度第4四半期）
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Ⅳ．業務リスクの保険および担保範囲

クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産および利益を保護するため、業務リスクに対して保険の担保

を取得している。危険度の高いリスクについては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、クレディ・アグ

リコル・エス・エーおよびその子会社を被保険者として、大手保険会社の保険に加入している。これらの保

険は、人的リスクおよび物的リスクの移転と、各事業部門に専門職賠償責任および不正行為に対する個別の

保険プログラムの設置とを調和させるものである。危険度の低いリスクについては、当該事業体が直接管理

する。

フランスにおいては、第三者民事責任リスクは、業務上の民事責任保険および専門職賠償責任保険によっ

てカバーされる。なお、営業資産（不動産およびIT設備）の損害保険には、このリスクに対するエクスポー

ジャーを有するすべての不動産の第三者賠償責任補償も含まれる。

MRB（Multirisques Bureaux－総合オフィス）、PE（Pertes d’Exploitation－事業中断）、Cyberおよび

RCJ（Responsabilité Civile Juristes－弁護士責任）の保険契約は、2025年1月1日付で更新された。RCP

（Responsabilité Civile Professionnelle－専門職賠償責任保険）およびGDB（Globale de Banque－世界の

銀行、すなわちすべての有価証券のリスク+不正行為）の保険契約は、2025年5月1日をもって期間満了とな

り、同日付で更新される予定である。

「バーゼル2適格」保険は、業務リスクに対する資本要件（承認された制限の20％以内）の削減に寄与し

ている。

財務的に十分な保険をかけられない高頻度および低危険度のリスクは、免責条項とされる。

 

2.9　法的リスクの変化

クレディ・アグリコル・エス・エーは、通常の業務において、定期的にフランス国内外の様々な機関によ

る訴訟手続ならびに情報提供の要請、調査、統制およびその他の規制または司法手続の対象となっている。

認識された引当金は、決算日時点で経営陣が保有する情報を考慮した最善の判断を反映したものである。

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその完全連結子会社における主要な法的手続および税務手続に

ついては、年次経営報告書に記載され、四半期ごとに更新されている。

2024年度第3四半期に文書A04において報告された訴訟および例外的事象に関する進展は、以下のみであ

る。

・　「EURIBOR／LIBORおよびその他の指数」の項。

・　「SSA債」の項の第2段落および最終段落。

・　「オサリバンおよびタベラ」の項。

・　「H2Oファンド保有者による訴訟」の項の第2段落および第3段落。
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訴訟および例外的事由

 

　外国資産管理室（OFAC）

2015年10月、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIB

は、米国経済制裁の対象国との米ドル建て取引に関して調査を行っていた米国およびニューヨークの当局

と、合意に達した。この合意の対象となる事象は、2003年から2008年までに行われた。

米国およびニューヨークの当局の調査に協力していたクレディ・アグリコル・CIBおよびクレディ・アグ

リコル・エス・エーは、合計787.3百万米ドル（すなわち692.7百万ユーロ）の罰金を支払うことに同意し

た。この罰金は既存の準備金から支払われたため、2015年度下半期の会計には影響していない。

米国連邦準備制度理事会およびニューヨーク州金融サービス局（NYDFS）との合意は、クレディ・アグリ

コル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが行った。米国財務省の外国資産管理室（OFAC）との合

意は、クレディ・アグリコル・CIBが行った。またクレディ・アグリコル・CIBは、コロンビア特別区連邦検

事局（USAO）およびニューヨーク郡地方検事局（DANY）と、それぞれ3年の訴追延期合意（DPA）も締結し

た。2018年10月19日、USAOおよびDANYとの2件の訴追延期合意は3年の期間が満了し、クレディ・アグリコ

ル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンクはDPAに基づくすべての義務を履行した。

クレディ・アグリコルは、国際制裁に係る法律に関する内部手続およびその遵守プログラムを引き続き強

化し、米国およびニューヨークの当局と、本国の規制当局である欧州中央銀行およびフランスの金融健全性

規制監督・破綻処理機構（ACPR）と、ならびに世界ネットワークにおける他の規制当局と、今後も十分に協

力していく。

NYDFSおよび米国連邦準備銀行との合意に従い、クレディ・アグリコルの遵守プログラムは、その有効性

を評価するため定期的に審査を受ける。この審査には、NYDFSから1年の任期で任命される外部コンサルタン

トによる審査、および米国連邦準備銀行の承認を受けた独立委員会による年1回の審査が含まれる。

 

　EURIBOR／LIBORおよびその他の指数

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIBは、多くの銀行

間金利に寄与する者として、複数の当局より情報提供の要請を受けている。これは、(ⅰ)多くの通貨におけ

るLibor（ロンドン銀行間取引金利）、Euribor（欧州銀行間取引金利）およびその他特定の市場指数の計

算、ならびに(ⅱ)これらの金利および指数に関連する取引についての調査の一環である。これらの要請は、

2005年から2012年までの複数の期間にわたっている。

当局に対する協力の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・

アグリコル・CIBは、議論の相手であった様々な当局、特に米国の当局－DOJ（司法省）およびCFTC（商品先

物取引委員会）－に要請された情報を収集するための調査を行った。それ以来、これらの当局からクレ

ディ・アグリコル・エス・エーまたはクレディ・アグリコル・CIBに対する要請はない。

さらに、クレディ・アグリコル・CIBは現在、LiborおよびEuriborの両方について、フロリダ州検事総長

による調査を受けている。それ以来、当該当局からクレディ・アグリコル・CIBに対する要請はない。

調査および和解手続の不調を経て、欧州委員会は2014年5月21日、クレディ・アグリコル・エス・エーお

よびクレディ・アグリコル・CIBに対し、Euriborに関するデリバティブの競争を阻止、制限または歪曲する

目的および／もしくは効果を有する合意または協調行動について、異議申立書を送達した。

2016年12月7日付の決定において、欧州委員会は、ユーロ建て金利デリバティブのカルテルに参加したと

して、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに合わせて114,654,000ユーロ

の制裁金を科した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に異

議を申し立て、欧州一般裁判所に対して決定の無効を訴えた。2023年12月20日、欧州一般裁判所は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに対する制裁金を110百万ユーロに減額

し、申し立てられた行為の一部を棄却する判決を下したが、決定の無効を訴えた主張のほとんどを退けた。
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クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に対して2024年3月19日

に欧州司法裁判所に上訴した。欧州委員会もまた、欧州一般裁判所の決定の取消しを求める上訴を行った。

 

　SSA債

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、米ドル建てSSA債（国際機関

債、準ソブリンおよび政府機関債）の流通市場取引に関与した複数の銀行の活動に関する調査について、複

数の規制当局から情報提供の要請を受けた。クレディ・アグリコル・CIBは、これらの規制当局への協力を通

じて、要請された情報を収集するための内部調査を進めた。2018年12月20日、欧州委員会は、米ドル建てSSA

債の流通市場取引における欧州競争法違反の疑いに関する調査に含まれた、クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびクレディ・アグリコル・CIBを含む複数の銀行に対して、異議告知書を送付した。クレディ・アグ

リコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、かかる異議について認識し、2019年3月29日に回

答を送付し、2019年7月10日および11日に口頭審理を受けた。

2021年4月28日付の決定で、欧州委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBに、米ドル建てSSA債の流通市場取引においてカルテルに参加したとして、合わせて3,993,000ユー

ロの制裁金を科した。2021年7月7日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIB

は、この決定を不服として、欧州一般裁判所に提訴した。同裁判所は当該提訴を2024年11月6日に棄却した。

クレディ・アグリコル・CIBは、他行と共に、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所における暫定

的併合集団訴訟の当事者となった。当該訴訟は、原告が当事者適格を得るのに十分な損害の申立てをするこ

とができなかったという理由により、2018年8月29日に却下された。しかしながら、原告は、かかる瑕疵の是

正を試みる機会が与えられた。原告は、2018年11月7日に修正訴状を提出した。クレディ・アグリコル・CIB

は、他の被告と同様に、当該修正訴状の却下の申立てを行った。2019年9月30日付の決定により、クレディ・

アグリコル・CIBに対する本集団訴訟は管轄ではないことを理由に却下され、当該裁判所は、その後の判決

で、原告はいずれにせよ米国反トラスト法違反を立証できなかったと判断した。2020年6月、原告はかかる2

件の判断に対し控訴した。2021年7月19日、第2巡回区控訴裁判所は、原告が米国反トラスト法違反を立証し

ていないとする当該裁判所の立場を支持した。原告がこの決定に対して米国最高裁判所に不服申立てを行う

期限は、原告がこの点について何らの措置も講じずに2021年12月2日に経過した。その後、原告は、第一審裁

判所の裁判官が訴訟手続の開始時に利益相反を明らかにしていなかったことを理由に、第一審裁判所の判決

を取り消すための申立てを行う承認を求めた。本件は、この申し立てを審査するために新しい裁判官に割り

当てられ、かかる新しい裁判官は、本件に関する見解を提出するよう両当事者に命じた。2022年10月3日、か

かる裁判官であるヴァレリ・カプロニ地方裁判所裁判官は意見書を公表し、判決を無効にするという原告の

申立てを却下し、裁判所書記官に本件を終結させるように指示した。原告はカプロニ裁判官の決定に上訴し

なかった。

2019年2月7日、クレディ・アグリコル・CIBおよび米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所で係属中

の集団訴訟の他の被告に対して、2件目の集団訴訟が提起された。2020年7月、原告は当該訴訟を自主的に取

り下げた。

2018年7月11日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他の銀行と共

にカナダのオンタリオ州最高裁判所に提起された集団訴訟について通知を受けた。また、カナダ連邦裁判所

に新たな訴訟が提起された。オンタリオ州最高裁判所に提起された訴訟は、2020年2月19日に却下された。ク

レディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、連邦裁判所での手続を終了させるこ

とで原則的に合意した。最終的な合意は、2024年11月15日に連邦裁判所によって承認された。

 

　オサリバンおよびタベラ

2017年11月9日、イラクにおけるテロ攻撃によって負傷しまたは殺害されたと主張する人々（またはその

家族もしくは遺産管理人）が、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所に対し、クレディ・アグリコル・エス・
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エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIBを含む複数の銀行に対する訴状を提出した（「オサ

リバンⅠ」事件）。

2018年12月29日、同じ個人集団が、57名の新たな原告を加えて、同じ被告に対して別の訴状を提出した

（「オサリバンⅡ」事件）。

2018年12月21日、別の個人集団が、同じ被告に対して訴状を提出した（「タベラ」事件）。

かかる3件の訴状は、クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被

告が、イランおよびその代表者と共謀して米国の制裁に違反し、米国の反テロリズム法およびテロ支援者制

裁法に反してイランの企業と取引を行った、と主張して損害賠償を求めているが、その金額は明らかにして

いない。

「オサリバンⅠ」事件では、裁判所は2019年3月28日に訴状を却下し、2020年2月25日に原告の訴状修正の

申立てを却下し、2021年6月29日に原告による控訴を認める終局判決を求める原告の申立てを却下した。2023

年11月9日、裁判所は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが当事者では

ない3件の米国の反テロリズム法関連訴訟（フリーマン対HSBCホールディングスPLC（第14-cv-6601号事件

（東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅠ」事件）、フリーマン対HSBCホールディングスplc（第18-

cv-7359号事件（東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅡ」事件）およびスティーブンス対HSBCホール

ディングスplc（第18-cv-7439号事件（東部地区連邦地方裁判所）））の特定の申立ての判決が出るまで、手

続を保留した。

「オサリバンⅡ」事件は、2023年12月20日以来、「オサリバンⅠ」事件の判決が出るまで保留されてい

る。

「タベラ」事件も、2024年10月17日以来、「フリーマンⅠ」、「フリーマンⅡ」および「スティーブン

ス」事件の特定の申立ての判決が出るまで保留されている。

 

　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・エス・エーの完全子会社であるクレディ・アグ

リコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.およびその子会社が販売するリボルビング・

ローンの金利の見直し条件が、かかる金利の改定基準および利息の過払いの可能性に関して借り手からの申

立ての対象となっている。

2019年1月21日、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.の2つの子

会社が関連する2件の別の訴訟において、オランダの金融サービス苦情処理当局であるKIFIDの控訴委員会

は、消費者が金利決定の具体的な要因に関する情報を全くまたは十分に持たない場合、個別の金利は消費者

ローンの市場金利の傾向に従う必要があると決定した。

2020年5月、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.は、債務者の

利益のために、KIFIDのかかる決定を考慮した補償計画を実施した。オランダのその他の機関も補償計画を実

施した。クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.の監督委員会は、こ

の補償計画を2021年3月1日に終了することを決定した。

 

CACEISジャーマニー

2019年4月30日、CACEISジャーマニーは、バイエルンの税務当局から、2010年に多数の顧客に還付された

配当税の払戻しを求める申立てを提起された。

この請求額は312百万ユーロであった。これに伴い、148百万ユーロの利息（年率6％で計算）の支払も求

められた。

CACEISジャーマニー（CACEISバンク・エス・エー）は、この請求に何ら根拠が見られないため断固として

争う姿勢である。CACEISジャーマニーは、この請求の実体を争うため税務当局に不服を申し立て、実体に関

する手続の結果が出るまで支払を猶予するよう求めた。利息148百万ユーロの支払猶予は認められたが、312

百万ユーロの払戻猶予は却下された。CACEISバンク・エス・エーは、この却下の決定につき不服を申し立て
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た。却下の決定は拘束力を有するため、CACEISバンク・エス・エーは312百万ユーロを支払ったが、上訴が行

われたことを考慮して、その勘定に同額の債権を計上した。2022年11月25日付の決定において、ミュンヘン

税務当局は本案に関するCACEISバンク・エス・エーの上訴を棄却した。2022年12月21日、CACEISバンク・エ

ス・エーは、ミュンヘン税務当局の上記の決定および上記の配当税払戻請求に対して、ミュンヘン租税裁判

所に提訴した。CACEISバンク・エス・エーは、その主張に確信を持っており、会計上の変更は一切行ってい

ない。

 

CAバンク・ポルスカ

2007年から2008年にかけて、CAバンク・ポルスカおよび他のポーランドの銀行は、スイス・フラン

（CHF）建てまたはCHFを指数としてポーランド・ズウォティ（PLN）建てで返済されるモーゲージ・ローンを

提供した。ポーランドの国の通貨（PLN）に対するCHFの為替相場が大幅に上昇したことで、借り手のローン

返済額が大幅に増加した。

裁判所が、銀行が適用為替レートを一方的に決定することを認めるこれらのローン契約の条項は不公正で

あると判断していることから、銀行に対して提起される訴訟件数は増え続けている。

2022年5月、CAバンク・ポルスカは、借り手から提起された訴訟に対し、裁判外の和解プログラムを開始

した。

 

H2Oファンド保有者による訴訟

2023年12月20日および26日、「コレクティフ・ポルトゥールH2O」として知られる団体に属する合計6,077

の個人および法人が、H2O AM LLP、H2O AMユロップSASおよびH2O AMホールディングに対して直接申し立てた

実質的な訴訟の一部として、ナティクシス・インベストメント・マネージャーズおよびKPMGオーディットと

ともに、CACEISバンクに対する訴訟をパリ商事裁判所に提起した。

2024年5月28日、パリ商事裁判所に係属中の本訴訟に新たな当事者が加わり、原告の総数は9,004人となっ

た。2024年12月17日、原告の数は8,990人に減少した。

原告は、H2Oグループの会社が運用するファンドの投資口の保有者（その資産の一部は2020年にサイドポ

ケットに分離された。）およびこれらのファンドを表章するユニット・リンク保険契約に投資した生命保険

証券の保有者である。原告は、当該ファンドが分離された結果被ったと考えている、2024年5月28日時点で評

価した824,416,491.89ユーロの損失に関して、すべての被告が連帯して賠償責任を負うとの判決を求めてい

る。かかる評価額は、2024年12月17日に750,890,653.73ユーロに減額された。

原告は、CACEISバンクがH2Oグループおよび他の共同被告と連帯責任を負うことを求める中で、CACEISバ

ンクが当該ファンドのカストディアンとして注意義務に違反したと主張している。

 

依存の可能性

クレディ・アグリコル・エス・エーは、いかなる産業、商業または金融の特許、ライセンスまたは契約に

も依存していない。

 

2.10　法令違反リスク

中期的な社会のためのスマート・コンプライアンスプロジェクトを通じて、法令遵守事業部門は、規制を

実務的に運用し、当行グループ内の倫理的文化を促進するという要望を再確認している。このコミットメン

トは、クレディ・アグリコル・グループのレゾンデートルおよびプロジェクトに合致した3つの有用性のベク

トルおよび6つの目標を通じて表現され、実行される。

社会への有用性

・　金融犯罪の防止および対策は、国際制裁を遵守し、マネー・ロンダリング、テロ資金供与、不正および

市場の濫用への対策を行うために不可欠な投資である。
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・　風評リスクの防止および回避を目的として、規制遵守を補完する倫理的アプローチを開発することによ

り、当行グループの社会的コミットメントを尊重するサステナブル・ファイナンスに向けて取り組む。

顧客への有用性

・　透明かつ公正な関係を通じ、当行の顧客の正当な利益および個人情報を尊重することにより、顧客の保

護および差別化に貢献する。

・　新技術の可能性を利用した革新的なアプローチにより、現地に即した形で規制をプロセスに統合するこ

とで、当行の顧客関係の簡素化を促進する。

チームへの有用性

・　法令遵守の発展、必要な努力の最適化ならびに法令遵守および倫理における有用なスキルの普及を促す

現地に即した規制の実施を通じて、事業部門のコミットメントを強化する。

・　規制への運用アプローチ、イノベーションの奨励、イニシアティブ、スキル開発およびキャリア開発を

通じて、法令遵守事業部門チームを強化する。

 

ガバナンスおよび組織

ガバナンスおよび法令違反リスク管理システム

クレディ・アグリコル・グループは、最新で適切かつ相応な法令違反リスク管理システムを策定および実

施している。これは、当行グループのすべての利害関係者（従業員、役員および取締役ならびに法令遵守部

門を含む統制部署）に関するものである。このシステムはとりわけ、法令違反リスクの特定、評価、監視お

よび統制、ならびに、必要に応じて、必要な是正措置計画の指導およびフォローアップのために使用する組

織、手続、情報システムまたはツール（場合によっては人工知能コンポーネントを含む。）に基づいてい

る。

法令違反リスク管理システムは、当行グループの内部統制枠組みに完全に組み込まれたガバナンス構造を

中心に構築されている。グループ法令遵守管理委員会は、業務執行陣が委員長を務め、月に1回会議を開く。

違反の報告を受け、法令違反リスクの防止ならびに是正措置の実施および監視に必要な決定を行う。法令違

反リスクおよびかかるリスクを統制するための決定は、クレディ・アグリコル・エス・エー取締役会のリス

ク委員会および取締役会に対して、定期的に提示される。また、主な法令遵守事項（顧客確認、行動リス

ク、不正のコスト、国際的制裁に係る顧客データベースのスクリーニング）に関連する当行グループのリス

ク選好指標も、これらの機関に対し定期的に提示されている。

当該システムは、クレディ・アグリコル・グループの法令遵守事業部門によって策定および活用される。

当該部門は、管理および内部統制の一貫性および有効性に責任を負うクレディ・アグリコル・エス・エーの

最高経営責任者代理に直属するグループ法令遵守責任者の下に置かれる。事業部門の統合を進め、その任務

の独立性を保証するため、クレディ・アグリコル・エス・エーの各子会社および地域銀行の法令遵守担当役

員は、現地法によって認められない場合を除き、階層的にグループ法令遵守責任者の監督下にある。

グループ法令遵守部門は、スマート・スーパービジョン・システムを活用して事業体の監督を行ってい

る。このシステムは、標準化され、構造的かつ統合された方法を採用しており、リスク・ベースのアプロー

チを通じて監督上の問題に優先順位をつけ、事業体の管理を強化することを目的としている。この方法は、

自動化されたダッシュボードと最適化・合理化されたリスクセンサーに依存している。

グループ法令遵守部門は、規制および法律の遵守に関するグループ方針を策定し、当行グループの事業体

において適切に周知および実施されるようにする。この目的のため、同部門には、マネー・ロンダリングお

よびテロ資金供与対策、不正防止、国際制裁および資産凍結の遵守、汚職防止、金融市場の健全性および透

明性、個人情報保護、顧客確認（KYC）および顧客保護、ならびにESGおよび不正行為リスクの防止といった

専門分野に特化したチームがある。法令遵守規則の一連の変更管理は、専任のガバナンス機関によって監督

されており、関連する文書の定期的かつ迅速な更新を確保している。すべての事業体における手順の実施状

況は、専用のツールを用いて監視される。万が一、法的な抵触などの理由により、ある事業体が期待された
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手順を実施できない場合、正当な理由を記した書面、および該当する場合には関連する行動計画を当行グ

ループに提出しなければならない。

グループ法令遵守部門は、各事業体の統制計画に資する共通の恒常的統制の基盤を策定している。これら

の監視計画により、法令違反リスクが統制され、その影響（財務的損失、または法的制裁、行政処分もしく

は懲戒処分）は最小限に抑えられており、当行グループの評判を守ることが継続的な目標とされている。こ

の共通の恒常的統制の基盤は、規制の変更や当行グループの活動の変化に応じて定期的に更新されている。

さらに、特に人工知能機能を活用する一部のツールにおいて使用されている法令遵守モデルについては、そ

の見直しおよび検証を行うための体制が整備されている。

当行グループ・レベルでの法令違反リスクの監督および管理は、グループ法令遵守部門が担っており、各

事業体に導入されている恒常的統制のツールおよびその結果、指標（KPI、KRI）、ならびに法令遵守上の課

題に関する分析に基づいて実施されている。これらすべての管理要素は、上記のとおり、各事業体および当

行グループの経営陣およびガバナンス機関に対して定期的に報告されている。

 

統合米国事業（CUSO）

クレディ・アグリコル・グループの米国における事業に関する枠組みの導入は、2024年に完了した。これ

により、米国に所在する事業体（特にクレディ・アグリコル・CIB、アムンディおよびCACEIS）の活動に係る

法令遵守を担うチームに加えて、当行グループの米国事業における法令違反リスクを包括的かつ統合的にカ

バーする、全体統括的な法令遵守体制が構築された。この体制は、米国事業の最高経営責任者およびグルー

プ法令遵守責任者に直属している。

 

法令遵守に関わる人員の組織および調整

法令遵守は、KYC（顧客確認）、異常取引の検知、不正対策といった第一の防衛線、業務リスクの監視を

担う第二の防衛線、法令遵守規則の適用状況を確認する監査を行う第三の防衛線を含め、当行グループの全

従業員の業務に不可欠な要素である。より具体的には、当行グループの法令遵守事業部門に直接所属する従

業員については、2024年にすべての事業体および部門を通じてその人数が10％超増加し、フルタイム換算で

2,300人を超える規模となった。この人員増加は過去数年の傾向を継続するものであり、過去7年間で人員数

は2倍となっている。2024年においても、財務保障、不正防止および顧客保護を担当する従業員の増員に重点

が置かれた。このような状況下で法令遵守事業部門は、規制要件を満たしつつ顧客および社会の利益を守る

ため、プロジェクトやカスタマー・ジャーニー、商品・サービス設計段階において、法令遵守を自然に組み

込むよう努めている。

法令遵守部門は、新たなスキルおよび専門知識（たとえば、人工知能）の習得を促進し、キャリア開発を

促進するとともに、当行グループ内における法令遵守事業部門の魅力を高めるために、人事管理を強化して

いる。法令遵守部門は、ヒューマン・セントリック・プロジェクトに沿って、従業員のスキル開発を優先事

項としている。たとえば、現在では外部からの採用よりも内部の流動性が優先されている。さらに、グルー

プ法令遵守部門のレベルで法令遵守スキルを評価する枠組みが正式に確立されている。これは、事業部門ス

キル（たとえば、規制環境の理解、法令遵守文化の普及）および部門横断的スキル（たとえば、適応能力、

全体像を把握する能力）の2つの分野をカバーしている。

法令遵守部門は、職務範囲水準が適正に維持されるよう注意を払っている。この目的のため、必要に応じ

て外部からの採用を行うほか、雇用市場が厳しい地域では特に人材紹介会社を利用することもある。グルー

プ法令遵守部門は、各事業体からの年2回の専用レポートを通じて、事業部門全体の職務範囲水準を十分に把

握している。

当行グループは、法令遵守ツールへの重要な投資を継続しており、AI技術を取り入れたシステム開発と展

開を進めている。このようにして、マネー・ロンダリング対策と不正対策を組み合わせた技術的アプローチ

が、特に金融犯罪の検知を目的で導入されており、企業および顧客保護につながっている。同時に、法令遵
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守部門は営業チームと緊密に連携し、法令遵守要件をフロントオフィスのツールへ自然に組み込むよう取り

組んでいる。

 

金融犯罪

金融犯罪対策を目的とする措置は、リスク、規制要件および監督機関からの要請の変化を考慮した継続的

な行動計画の対象である。

 

顧客確認（KYC）

当行グループは、顧客確認（KYC）プロセスの質の継続的な向上に全力で取り組んでいる。この取り組み

は、一方では、データ入力ツールに組み込まれた一貫性チェック機能の段階的な導入に、他方では、顧客を

このプロセスに関与させる「セルフケア」ソリューションの活用に表れている。さらに、KYC要件を満たさな

い顧客の口座を制限または停止するための措置の導入に向けた対応も進められている。

顧客確認（KYC）の管理に関する指標が当行グループ全体で導入されている。この指標は、特に顧客の定

着プロセスおよび定期的な見直しプロセスに関連する。定期的な見直しは、定量的（進捗率）かつ定性的

（レベル2統制「2.2.c」の総合結果）なものである。この管理体制は、KYC指標の緻密な監視と共に、2024年

にリテール・バンキング（フランス国内および国際）および各事業体（専門事業部門）において強化され

た。

顧客確認（KYC）に関する義務についての当行グループの基準は定期的に更新される。直近の更新は2024

年に実施された。統制プロセス、運営指標および当行グループの基準は全顧客を対象とする一方、マネー・

ロンダリングおよびテロ資金供与リスクが最も高い顧客には特別な監視体制が適用されている。

 

マネー・ロンダリング防止とテロ資金供与対策

当行グループのシステムは、(ⅰ)マネー・ロンダリングおよびテロリストへの資金供与のリスクの分類、

(ⅱ)リスク特性の評価を伴うKYC、(ⅲ)通常と異なる取引を検知し、必要に応じて金融情報機関に報告するこ

と、ならびに(ⅳ)マネー・ロンダリング防止およびテロ資金供与対策に関するグループ内の情報交換、を基

本としている。クレディ・アグリコル・グループは、特に新たなリスクおよび規制当局の期待に継続的に対

応するためのシステム開発に努めている。

法令遵守部門は、人工知能を活用したマネー・ロンダリングおよびテロ資金供与対策に関する異常な取引

を検出するツールを強化している。

・　リテール・バンキングでは、（ⅰ）検出シナリオの作成または開発における機敏性およびパフォーマン

スの向上（シミュレーションおよび短期間の開発能力）、（ⅱ）各顧客のリスクに対するパラメータの

適合性の向上、（ⅲ）テロ資金供与の状況における小額取引の検出の向上を可能にする、新しいツール

が2023年度に導入された。これにより、発せられる警告はより適切なものとなっている。当行グループ

の一部の専門事業部門にこのツールを拡張する作業が進行中である。

・　専門事業部門ではその他の現場ツールがこのシステムを補完している。たとえば、クレディ・アグリコ

ル・CIBは、人工知能を用いた革新的なアプローチに基づく、コルレス銀行に特化した新しい検出ツール

を有している。

 

国際制裁

クレディ・アグリコル・グループの国際制裁システムは、複雑で常に変化し続ける地政学的状況に継続的

に適応している。

同システムは、規制上の義務が公表され次第、適切に適用されるよう徹底されており、特に以下の事項が

含まれる。

・　フランスおよび欧州連合による資産凍結
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・　ロシアに対する欧州の制裁（特に、贅沢品に対する新たな制限措置、ロシアまたはベラルーシ国民に対

する預金の上限設定、有価証券に関する制限、石油製品の価格上限措置など）

・　その他の適用可能な制限的な規制措置または国際制裁（例：OFAC発出の国際制裁）

規制遵守のために特別に設けられた組織体制のもとで、クレディ・アグリコル・グループは、当局が公表

したリストを可能な限り速やかに更新し、システムの有効性および関連する義務の遵守を確保している。

当行グループは、以下の2種類の検査を実施する。

・　クレディ・アグリコル・グループのデータベースにおいて、顧客、その関係者、その他の第三者（特に

サプライヤー）を対象に、国際制裁の対象者を特定するための「スクリーニング」

・　主にSWIFTおよびSEPAによる金融メッセージを対象に、禁止されている可能性のある取引を検出するため

の「フィルタリング」

 

不正対策

顧客を保護し、当行の利益を維持するため、クレディ・アグリコル・グループのすべての事業体におい

て、構造化された不正対策システムが導入されている。当行グループ・レベルでの不正防止は、クレディ・

アグリコル・エス・エーの金融セキュリティ部門が担当している。

不正防止システムのガバナンスは当行グループ全体に適用され、手順書および専門の委員会構造に定めら

れている。不正防止に関する部門横断運営委員会および不正防止に関する地域委員会は、地域銀行、当行グ

ループの子会社および専門部署の代表者と、四半期ごとに会合を開く。

この組織および不正防止に関する部門横断的な運営は、複雑な不正の検知を高め、調査を担当するスタッ

フ間の連携を促進するという決意に沿ったものである。

クレディ・アグリコル・グループは、不正対策方針を文書化している。この方針は、組織的、法的および

規制上の変化、ならびに新たな不正の傾向や種類（たとえば決済手段における技術的進展）を考慮して、毎

年見直されている。

さらに、当行グループ・レベルでITツールが強化されている。第一に、検知能力の向上（カード、小切

手、現金引き出しおよび銀行振込に関わる不正事件）、第二に、部門横断性の向上および当行グループの耐

性強化である。特に組織化されたギャングによって詐欺に使われる手法がますます複雑かつ現代的になって

いることを考えると、マネー・ロンダリングおよびテロ資金供与対策を改善するために導入された金融犯罪

検知ツールは、2025年現在、不正事件の検知を高めることにも積極的に寄与する予定である。

検知ツールの強化に基づき、書類およびIDの不正検知のための複数のプロジェクトが進行中である。それ

らは、弱いシグナルを検査し行動を分析するシステムに基づいており、フランス内務省との提携によるもの

である。

 

贈収賄対策

国内および国際的な贈収賄防止指令に従い、また、2018年のサパンⅡ法施行以降クレディ・アグリコルが

長年とってきた対策の延長として、当行グループは贈収賄防止システムを強化している。このシステムは、

フランス国内外の当行グループのすべての事業において、業務内容（リテール・バンキング、投資銀行、消

費者金融、保険、不動産等）にかかわらず導入されている。

このように、当行グループには、徹底したガバナンス、専用の贈収賄防止規定、内部告発システム、会計

管理および全従業員のための研修プログラムを基礎とした手順および運用方法がある。フランス汚職防止機

構（Agence francaise anticorruption）の最近の勧告を考慮して、贈収賄リスク・マッピング・プロセスを

アップデートした。サプライヤー評価システムを効果的に実施した後、現在は、贈収賄リスクに関する顧客

および仲介機関の評価を強化・最適化するための作業が行われている。

このためクレディ・アグリコルは、フランスで唯一の贈収賄防止管理システムにISO 37001認証を取得し

た国際バンキング・グループである。この国際認証は2022年に3年間有効として更新され、システムの強さお
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よびクレディ・アグリコルの総合的なコミットメントが証明された。2024年に認証機関が実施したフォロー

アップ監査では、法令違反は報告されなかった。

 

内部告発者の権利

クレディ・アグリコル・グループは2019年、イントラネットおよびオンラインでアクセス可能な内部告発

ツールを導入した。これにより、従業員や社外の人間（特にサービス・プロバイダーまたはサプライヤー）

は、犯罪、違反、公益への脅威または損害、フランスが正式に批准または承認した国際協定、当該協定に基

づいて国際機関がとった一方的措置、欧州連合法、国内法または規則の違反、またはそれらの違反の隠蔽の

試みに関する情報、および、実際に発生した、または発生する可能性のある事象、具体的には、行動規範の

違反、当行グループの腐敗防止行動規範に反する状況、人権および基本的自由の重大な侵害、個人の健康と

安全または環境に対する深刻な被害（当行グループの活動に起因するものだけでなく、下請業者やサプライ

ヤーの活動に起因するものも含む）に関する情報を、安全に通報または開示することができる。これらの情

報を善意でかつ直接的な金銭的報酬を目的とせずに通報・開示した内部告発者は、保護の対象となる。法令

遵守部門はここ数年にわたり、内部告発制度およびそのツールについて、当行グループの従業員に対して定

期的に情報発信を行っており、これが制度への信頼向上と通報件数の増加に寄与している。

さらに、この内部告発制度は、内部告発者の保護を強化することを目的とした2022年3月21日付のワゼル

マン法および2022年10月3日付施行令の規定を取り入れた。

このプラットフォームは、資格のある専門家に管理され、内部告発者、報告される内容、関係者、および

内部告発者と告発処理責任者とのやり取りの秘密厳守を保証する。また、内部告発者がこのオプションを選

択した場合、匿名性が保証される。

このオンライン・プラットフォームの展開は、2020年度にクレディ・アグリコル・グループ全体で完了

し、300を超える事業体および150,000人近くを網羅している。買収により当行グループに加わった事業体

は、買収された時点でプラットフォームに接続される。

2024年12月31日現在、2019年の導入以降この新システムを通じて793件の告発が報告および処理された。

 

市場の透明性

市場の透明性は、投資家が上場企業の同じ情報に平等にアクセスできるか否かに左右される。この点に関

して、クレディ・アグリコル・グループは、当行グループのすべての事業の持分を中央管理するグローバ

ル・システムを有しており、基準値を超過した場合は法定期限内に申告することが可能である。さらに、

2024年には、閾値超過に関する規制、米国銀行持株会社法、ボルカールールに基づいて適用される義務に対

応するため、投資および資産売却取引に関する意見照会の処理を最適化する新たなツールが導入された。

 

市場の健全性

クレディ・アグリコル・グループは、実行されているシステムを通じて市場の濫用やそのおそれの防止に

努めることで、金融市場の公正性、効率性および健全性の確保に貢献している。これらのシステムは、MARお

よびMIFの規制によって義務付けられており、定期的に更新される方針、手順、ツールおよび研修プログラム

に基づいている。

前事業年度中、市場濫用報告の検知品質を向上させることを目的として、フランス国内のリテール銀行に

おいて新たな検知ツールが導入された。

 

租税回避防止

租税回避の防止には、FATCA（外国口座税務コンプライアンス法）、AEOI（自動情報交換）、QI（適格仲

介人）およびDAC6（国境を越える取決めの報告に関する欧州指令）を含む多数の規制が関わっている。クレ

ディ・アグリコル・グループでは、これらの規制やこれらに伴う報告義務を事業体内で実施するための手続

を設定している。
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2024年度には、リテール・バンキングのレベルにおいて、規制上の要件に加えて、税金情報を収集するた

めの特別な措置（FATCAおよびAEOIに関連する税務上の居住地および／または税務上の識別番号の自己証明）

が実施された。

 

当行の顧客とそのデータの保護

コンプライアンスは、透明かつ公正な関係と顧客のニーズと満足度に焦点を当てた助言を通じて、当行の

顧客、その正当な利益および個人データの保護を支援する。

顧客の保護は、クレディ・アグリコル・グループが明確に優先事項と位置付けているものであり、グルー

プ・プロジェクトの「顧客との良好な関係」および「社会的コミットメント」の中核をなすものである。

2024年度、クレディ・アグリコル・グループは、顧客体験の透明性およびロイヤルティに関して、継続的改

善アプローチの中で行動を進めた。このように、助言義務、苦情処理および商品ガバナンスの観点から、い

くつかの措置が強化された。

購買力の継続的な低下および気候変動が家計に与える影響を考慮し、経済的な脆弱性の防止および脆弱な

状況にある顧客に対する支援は、引き続き優先課題である。

 

サービスの質および顧客に対する（ESGおよびサステナビリティを含む）透明性ならびに価格

クレディ・アグリコル・グループでは、顧客との良好な関係のアプローチの一環として、顧客の苦情を特

定し対処することで、サービスの質を監視するシステムを導入している。このアプローチは、特に苦情処理

プロセスに基づくものである。クレディ・アグリコルはまた、顧客のESG選好を統合するためにアドバイザ

リー・プロセスを修正した。この点に関して、当行グループの法令遵守部門は、特に投資と保険の助言にお

ける持続可能性リスクの統合に関する情報の公開に関連する要素において、サステナブル・ファイナンスの

ルールを展開するプロジェクトに参加している。最後に、価格設定に関して、当行グループの法令遵守部門

は、料金の透明性および銀行包摂において当行グループの取り組みと密接に関連している。

 

利益相反防止による顧客利益の優先

クレディ・アグリコル・グループは、手続および監視ツールに基づく利益相反の防止および管理のための

システムならびに従業員に対する定期的な研修を導入して、定期的に更新している。2024年度、私的な性質

の利益相反（当行グループ外で有する役職）の開示に関して、当行グループのシステムが強化された。

顧客の利益を最優先で尊重することは、利益相反を防止するための重要な側面である。当行グループの事

業体の従業員は、誠実で忠実かつプロフェッショナルな行動を通じて、可能な限り最善の方法で顧客の利益

に奉仕し、これを尊重する。この点で、利益相反の防止は倫理的行動促進システムの不可欠な部分である。

たとえば、前事業年度には、贈答品／便益の申告に関する啓発キャンペーンがクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの全従業員を対象に実施された。

 

プライバシーと個人情報の保護

欧州一般データ保護規則（GDPR）への準拠を確実にするため、クレディ・アグリコル・グループは、「ガ

バナンス」、「基準」、「研修」および「管理」の4つの柱から成るシステムを構築した。

このシステムは、各事業体で任命されたデータ保護担当役員（DPO）によって監督されている
(1)

。

グループ・データ保護担当役員（DPO）は、グループ法令遵守責任者代理の監督下にあり、当行グループ

のDPOネットワークのサポート、監視および管理を担当している。また、クレディ・アグリコル・グループの

戦略的データ管理機関にも関与している。

当行グループは2017年度に、個人情報憲章を採用し、倫理的枠組みを確立した。この憲章は、5つの基本原

則（データセキュリティ、有用性および公平性、倫理、透明性および教育、顧客による管理および監視）に

基づいている。この憲章に記載されているコミットメントは、2018年に発効した欧州一般データ保護規則
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（GDPR）と完全に一致している。透明性の原則に従い、当行グループの事業体は、本憲章に加えて、個人情

報保護方針を、顧客、見込み顧客およびすべての取引関係者が閲覧できるよう、それぞれのウェブサイト上

で公開している。これらの方針は定期的に更新されており、利害関係者は、個人情報処理の目的、その法的

根拠、データの保持期間および受領者に関する詳細情報を確認することができる。

 

(注1)　GDPR第37条に定める条件が満たされる場合。

 

倫理文化

法令違反リスクの統制システムは、当行グループのすべての従業員、取締役および役員に対する確かな倫

理および法令遵守文化の普及に基づいている。

倫理および法令遵守文化は、以下の参照体系に基づいている。

・　2025年度に配布予定の倫理規約は、当行グループのすべての事業体に共通するもので、当行グループが

掲げる近接性、責任および連帯という価値観を啓発する。

・　各事業体に固有の行動規範は、倫理規約の運用上の表現であり、従業員の日常的な行動、意思決定およ

び言動の指針となることを目的としている。行動規範には、専門および非専門の任務の過程で遭遇する

可能性のある倫理的問題に直面した際の行動ルールが盛り込まれている。法令違反リスクの統制アプ

ローチの一環として、サパンⅡ法から発生する義務の適用には贈収賄および斡旋収賄の防止に関する具

体的な贈収賄防止要素も含まれる。

・　法令遵守分野における規制の変更を反映したすべての手続をまとめたFIDES Corpus

・　憲章（個人情報保護憲章、責任あるロビー活動憲章、責任ある購買憲章等）および部門政策（軍備政策

等）等の文書もまた、当行グループの倫理的コミットメントを具体化するものである。

業務執行役員および取締役の倫理文化に対するコミットメントでは、正しい「トップからの姿勢」を定め

ている。以下に詳述する研修および熱心な啓発活動に加えて、倫理の推進に関する数値（「倫理クイズ」の

完答率、不正行為リスクの評価など）は、業務執行会社役員の報酬を決定するために使用される非財務業績

基準の1つであることに留意すべきである。さらに、不正行為リスク指標が毎年提示され、法令遵守管理委員

会によって承認されるとともに、リスク選好システムにも組み込まれている。

この倫理文化の普及は、当行グループのすべての利害関係者（従業員、役員および取締役）が真摯に取り

組むべき法令違反の課題およびリスクに関する認識向上、促進および研修活動に基づいている。

・　倫理啓発活動は、当行グループの倫理アドバイザーのコミュニティの創設を中心に構成され、多くの広

報（ニュースレター、漫画、ビデオおよびポッドキャストを含むハイブリッド配信、クレディ・アグリ

コル・エス・エーの従業員へのインタビュー）によって推進されている。毎年行われる「倫理とあな

た」クイズも啓発に貢献している。クイズの条件および内容は定期的に見直されている。特に当行グ

ループの役員および取締役に関しては、専用の研修セッションならびに執行委員会、リスク委員会およ

び取締役会における法令遵守をテーマとする定期的なプレゼンテーションを通じて、意識の向上が図ら

れている。

・　また、倫理文化が、全従業員およびその他の対象グループに向けた「倫理の日」などの専用イベントを

通じて促進されている。このイベントには、専門家による講演のほか、議論および意見交換のための専

用の時間（ワークショップ、「シリアス・ゲーム」など）が設けられる。

・　さらに、研修モジュールおよび資料（一般的なもの、または触れるリスクの高い従業員を対象としたも

の）は、日常的な法令遵守、不正の防止および発見、個人情報保護、マネー・ロンダリング防止および

テロ資金供与対策ならびに国際制裁の遵守のすべての分野をカバーしている。

上記の予防措置に加えて、不正行為リスクの測定およびバックテストのシステムが整備されている。

・　不正行為リスクの年次評価プロセスにより、全事業体における倫理文化の遵守度合いが測定される。こ

の評価の結果に基づいて倫理文化を強化するための行動計画が策定される。
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・　当行のリスク特性に重大な影響を及ぼす業務を担当する従業員の「リスクのある行為」を特定するため

の年次システムで、不正行為リスクが考慮される。このシステムは、必要に応じて、当該従業員の報酬

を決定する際に使用される。また、該当する場合、倫理文化を強化するためのさらなる行動の実施にも

つながる。

 

研修計画

法令遵守に関する5つの必須コース（「プロフェッショナル基準および行動基準」、「マネー・ロンダリ

ングおよびテロ資金供与対策CML-FT」、「国際制裁」、「外部不正の防止」ならびに「贈収賄対策」）は、

当行グループのすべての従業員が受講すべき基本的な法令遵守に関する必須研修を構成している。各研修の

最後にはクイズがあり、従業員が関連事項を正しく理解しているかをテストする。

当行グループの全従業員は、より包括的な法令遵守研修コースを利用することができる。これらのコース

は、職務および事業体によって一部の従業員には必須である。これらはクレディ・アグリコル・グループの

内部研修機関により開発されたものであるため、当行グループ固有のニーズに合わせて調整することができ

る。

さらに、当行グループおよび事業体レベルで、特別研修および対面研修コースが提供される。統制部門の

該当従業員は、マネー・ロンダリングおよびテロ資金供与対策、不正防止および顧客保護に関する研修を受

講する。また、フィデス・アカデミーでは、法令遵守事業部門に参加する従業員を対象に4日間の対面研修

コースを実施し、法令遵守の問題に関する包括的な見解を提供し、経験の共有を促進している。

倫理文化の推進に関しては、2024年12月31日時点で、当行グループの従業員の98％が「プロフェッショナ

ル基準および行動基準」モジュールの研修を受講していた。

毎年実施される「倫理とあなた」クイズは、クレディ・アグリコル・グループの倫理的アプローチの一環

である。このアプローチは、すべての従業員に倫理的文化および行動を促進し、当グループのレゾンデート

ルの中心に据えるとともに、法令違反リスクを抑制することを目的としている。この倫理クイズは、2019年

度以降、当行グループ内で広く展開されている。このクイズへの参加率は、当行の年次報告書、特に非財務

情報セクションにおいて、数年間にわたり開示されてきた指標である。2024年度末時点で、クレディ・アグ

リコル・エス・エーにおける参加率は84％に達した（2023年度は52％）。

最後に、欧州銀行監督機構のガイドラインおよびフランス通貨金融法典の規定に従い、取締役会の全構成

員は、新たに就任したか、既に就任しているかに応じて作成された研修資料を用いて、規制上の課題および

変更に関する研修を定期的に受けている。

 

イノベーションおよびテクノロジー

法令遵守部門において、ネイティブ・コンプライアンス・チームは、顧客体験を損なうことなく、必要に

応じて社内外のイノベーションを活用しながら、規制遵守要件を現地に即した形で組み入れるため、新しい

カスタマー・ジャーニーに関して事業体を支援する責任を負っている。

さらに、ネイティブ・コンプライアンス・チームは、新しい欧州規則プロジェクトeIDAS2により支援され

るデジタルIDウォレットやデジタル・ユーロなどの業界プロジェクトにおいて、クレディ・アグリコル・グ

ループを代表している。ネイティブ・コンプライアンスは、これらの主要な規制および技術の変化に対し

て、当行グループの事業体を支援する役割を担っている。

2019年度に設立された「コンプライアンス・バレー」専用のイノベーション研究所は、当行グループのす

べての事業体から集められた100人超の従業員のコミュニティを基盤とし、イノベーションを通じて法令遵守

を変革することを推進している。コンプライアンス・バレーが主催するイベントは、法令遵守の問題（ESG、

顧客確認（KYC）等）に適用される、デジタル資産、欧州デジタルID、さらにはメタバースなどの最新技術に

関するものである。コンプライアンス・バレーは、従業員を集めてこれらのテーマを習熟させ、新技術に関

連する規制問題に関して事業部門の変革に貢献している。
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コンプライアンス・バレーを象徴するイベントの1つに「イノベーション・チャレンジ」がある。2024年

度には、「イノベーション・チャレンジ」の一環として従業員から寄せられたフィードバックにより、文書

偽造対策、情報の自動収集、実質的支配者の持株構造の変化の検出に関する革新的なソリューションを特定

することができた。

 

3．第3の柱に基づく開示

 

クレディ・アグリコル・エス・エーのレベルでの段階的適用ベースの主要な指標（EU KM1）

以下の主要な指標の表は、CRRⅡ第447(aからg)条および第438(b)条により要求される情報を提供するもの

であり、機関のソルベンシー比率、レバレッジ比率および流動性規制の健全性比率ならびに関連するイン

プット・コンポーネントおよび最低要件の概要を示す。

なお、以下のソルベンシーおよびレバレッジ規制の健全性比率を構成する数値は、IFRS第9号の適用に関

連する経過措置およびハイブリッド債務証券に関する経過措置を考慮していることに留意されたい。また、

期間中の利益剰余金も含む。

 

EU KM1－段階的適用ベースの主要な指標

（百万ユーロ）

2024年12月

31日

2024年9月

30日

2024年6月

30日

2024年3月

31日

2023年12月

31日

 利用可能な自己資本（金額）      

1 普通株式等Tier 1（CET1）資本 48,507 47,206 46,236 46,508 45,614

2 Tier 1資本 55,775 53,100 53,361 53,571 51,301

3 資本合計 72,216 69,767 70,251 69,971 66,738

 リスク加重エクスポージャー金額 　 　 　 　 　

4 リスク加重エクスポージャー合計金

額
415,240 402,294 399,170 392,684 387,545

 自己資本比率（リスク加重エクス

ポージャー金額の割合）
　 　 　 　 　

5 普通株式等Tier 1比率（％） 11.68％ 11.73％ 11.58％ 11.84％ 11.77％

6 Tier 1比率（％） 13.43％ 13.20％ 13.37％ 13.64％ 13.24％

7 総自己資本比率（％） 17.39％ 17.34％ 17.60％ 17.82％ 17.22％

 過剰なレバレッジ・リスク以外のリ

スクに対処するための自己資本の追

加要件（リスク加重エクスポー

ジャー金額の割合）

　 　 　 　 　

EU 7a 過剰なレバレッジ・リスク以外のリ

スクに対処するための自己資本の追

加要件（％）

1.65％ 1.65％ 1.65％ 1.65％ 1.50％

EU 7b うち、CET1資本を構成するもの

（パーセント・ポイント）
0.93 0.93 0.93 0.93 0.84

EU 7c うち、Tier 1資本を構成するもの

（パーセント・ポイント）
1.24 1.24 1.24 1.24 1.13

EU 7d 自己資本の監督上の検証・評価プロ

セス要件合計（％）
9.65％ 9.65％ 9.65％ 9.65％ 9.50％

 複合バッファー要件および資本全体

の要件（リスク加重エクスポー

ジャー金額の割合）

　 　 　 　 　

8 資本保全バッファー（％） 2.50％ 2.50％ 2.50％ 2.50％ 2.50％

EU 8a 加盟国レベルにおいて特定されたマ

クロ健全性またはシステミック・リ

スクによる保全バッファー（％）

0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

9 機関独自のカウンターシクリカル資

本バッファー（％）
0.65％ 0.65％ 0.65％ 0.63％ 0.38％

EU 9a システミック・リスク・バッファー

（％）
0.09％ 0.01％ 0.01％ 0.00％ 0.00％
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10 グローバルなシステム上重要な機関

のバッファー（％）
0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

EU 10a その他のシステム上重要な機関の

バッファー（％）
0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

11 複合バッファー要件（％） 3.24％ 3.16％ 3.16％ 3.13％ 2.88％

EU 11a 資本全体の要件（％） 12.89％ 12.81％ 12.81％ 12.78％ 12.38％

12 自己資本の監督上の検証・評価プロ

セス要件合計を満たした後に利用可

能なCET1（％）

6.19％ 5.96％ 6.13％ 6.40％ 6.11％

 レバレッジ比率 　 　 　 　 　

13 エクスポージャー基準の合計 1,446,345 1,399,424 1,388,570 1,380,824 1,333,305

14 レバレッジ比率（％） 3.86％ 3.79％ 3.84％ 3.88％ 3.85％

 過剰なレバレッジ・リスクに対処す

るための自己資本の追加要件（エク

スポージャー金額合計の割合）

　 　 　 　 　

EU 14a 過剰なレバレッジ・リスクに対処す

るための自己資本の追加要件（％）
0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

EU 14b うち、CET1資本を構成するもの

（パーセント・ポイント）
0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

EU 14c レバレッジ比率の監督上の検証・評

価プロセス要件合計（％）
3.00％ 3.00％ 3.00％ 3.00％ 3.00％

 レバレッジ比率バッファー要件およ

び全体的なレバレッジ比率要件（エ

クスポージャー基準の合計の割合）

　 　 　 　 　

EU 14d レバレッジ比率バッファー要件

（％）
0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

EU 14e 全体的なレバレッジ比率要件（％） 3.00％ 3.00％ 3.00％ 3.00％ 3.00％

 流動性カバレッジ比率 　 　 　 　 　

15 適格流動資産（HQLA）合計（加重値

－平均）
296,346 299,538 299,426 303,509 309,166

EU 16a キャッシュ・アウトフロー－加重値

合計
302,854 303,370 304,412 307,861 310,669

EU 16b キャッシュ・インフロー－加重値合

計
98,787 97,709 97,250 96,053 93,943

16 キャッシュ・アウトフロー純額合計

（調整額）
204,068 205,661 207,162 211,808 216,726

17 流動性カバレッジ比率（％） 145.26％ 145.72％ 144.67％ 143.28％ 142.74％

 安定調達比率 　 　 　 　 　

18 利用可能な安定調達合計 1,033,942 1,013,506 1,018,581 989,940 951,621

19 安定調達要件合計 916,183 891,982 897,284 862,297 851,355

20 安定調達比率（％） 112.85％ 113.62％ 113.52％ 114.80％ 111.78％

(注)　欧州CRRⅡ規制の要件に準拠し、上記の表の平均LCRは、観察期間中に報告された過去12ヶ月間の月末の比率の算術

平均に対応している。

 

IFRS第9号暫定規定の適用による影響

IFRS第9号の暫定規定は、2020年6月30日付財務資料以降に初めて適用された。

 

金融機関の自己資本、資本比率およびレバレッジ比率の比較

（IFRS第9号または類似のECLの経過措置適用の有無別）

（百万ユーロ）
2024年12月

31日

2024年9月

30日

2024年6月

30日

2024年3月

31日

2023年12月

31日

利用可能な資本（金額）

1 普通株式等Tier 1（CET1）資本 48,507 47,206 46,236 46,508 45,614
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2 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

の普通株式等Tier 1（CET1）資

本

48,280 47,034 46,050 46,332 45,251

3 Tier 1資本 55,775 53,100 53,361 53,571 51,301

4 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

のTier 1資本

55,547 52,927 53,175 53,395 50,938

5 資本合計 72,216 69,767 70,251 69,971 66,738

6 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

の資本合計

71,988 69,595 70,065 69,795 66,375

リスク加重資産（金額）  　 　 　 　

7 リスク加重資産合計 415,240 402,294 399,170 392,684 387,545

8 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

のリスク加重資産合計

415,151 402,227 399,103 392,622 387,423

資本比率  　 　 　 　

9 普通株式等Tier 1（リスク・エ

クスポージャー金額の比率）
11.68％ 11.73％ 11.58％ 11.84％ 11.77％

10 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

の普通株式等Tier 1（リスク・

エクスポージャー金額の比率）

11.63％ 11.69％ 11.54％ 11.80％ 11.68％

11 Tier 1（リスク・エクスポー

ジャー金額の比率）
13.43％ 13.20％ 13.37％ 13.64％ 13.24％

12 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

のTier 1（リスク・エクスポー

ジャー金額の比率）

13.38％ 13.16％ 13.32％ 13.60％ 13.15％

13 資本合計（リスク・エクスポー

ジャー金額の比率）
17.39％ 17.34％ 17.60％ 17.82％ 17.22％

14 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

の資本合計（リスク・エクス

ポージャー金額の比率）

17.34％ 17.30％ 17.56％ 17.78％ 17.13％

レバレッジ比率  　 　 　 　

15 レバレッジ比率のエクスポー

ジャー基準合計
1,446,345 1,399,424 1,388,570 1,380,824 1,333,305

16 レバレッジ比率 3.86％ 3.79％ 3.84％ 3.88％ 3.85％

17 IFRS第9号または類似のECLの経

過措置が適用されなかった場合

のレバレッジ比率

3.84％ 3.78％ 3.83％ 3.87％ 3.82％

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、規則第2020/873号の第468条に記載されている暫定的取扱いの適

用申請をしておらず、当該期間中、当該規定に関する変更の影響は受けなかった。クレディ・アグリコル・

エス・エーの自己資本ならびに自己資本比率およびレバレッジ比率は、その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する未実現損益の影響を既に全面的に反映している。これらの規定は規則第2024/1623号の公表後に更

新され、2025年12月31日に失効する。

 

3.1　資本の構成および管理

バーゼル3合意およびその最終化の枠組み内で、CRR第2019/876号（「CRRⅡ」）および規則第2024/1623号

（「CRRⅢ」、通称「バーゼル4」）によって改正された2013年6月26日付欧州議会および欧州理事会規則

（EU）第575/2013号（自己資本規制または「CRR」）に基づき、該当する金融機関（特に信用機関および投資

会社）は、自己のリスク管理業務について定量的および定性的情報を開示しなければならない。クレディ・
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アグリコル・エス・エーのリスク管理システムおよびエクスポージャー・レベルは、本項および「2．リスク

管理」の項に記載されている。

これらの合意は、以下の3つの柱に分類される。

■　第1の柱は、現行の規制枠組みに基づき、最低所要自己資本比率および比率の水準を定める。

■　第2の柱は、内部アプローチに基づき、銀行がさらされる主要なリスクをカバーする資本要件の定量化を

行い、規制アプローチを完成させる（3.1.6.4　「経済資本の適正性」の項を参照。）。

■　第3の柱は、財務開示の基準を市場に導入し、適用される規制および当該期間中の事業のいずれについて

も、環境リスク、社会およびガバナンスリスクならびに暗号資産へのエクスポージャーを含む規制資本

の項目およびリスク評価を詳細にする義務を課す。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、規制による健全性に関する開示要件を満たした項目を個別に表示

するため、第3の柱に関する情報を開示することを決定した。

ソルベンシー管理の主な目的は、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本を評価し、かかる資本がクレ

ディ・アグリコル・エス・エーが業務上負うまたは負う可能性のあるリスクをカバーするために十分である

ことを確認することである。当該目的は、顧客の預金を守り、当行グループが金融市場において望ましい条

件で資金を調達できるようにするためのものである。

この目的を達成するため、当行グループでは、規制資本要件（第1の柱）を測定するとともに、予算案に

沿い、主要な経済シナリオを基礎にした、短期および中期の両方の予測基準に基づく規制資本の管理を行っ

ている。

さらに、当行グループは、ICAAP（自己資本充実度に関する内部評価プロセス）と呼ばれる内部プロセス

に依拠しており、これは、下記の規制の解釈に従って策定されている。より具体的には、ICAAPには以下が含

まれる。

■　当行グループの子会社の特性に合わせ、グループ・レベルで一元的・統括的に監視できる、資本金管理

の統制

■　内部アプローチによるリスク特定プロセスおよび資本要件の定量化に基づく経済資本要件の測定（第2の

柱）

■　3年間の不利な経済シナリオ後に起こる資本の破壊のシミュレーションを目的とした、ICAAPストレス・

テストの実施

■　経済資本の管理（3.1.6.4　「経済資本の適正性」の項を参照。）

■　とりわけリスク管理の主要な改善点を決定する定性的ICAAPメカニズム

ICAAPは、当行グループの他の戦略的プロセス（ILAAP（流動性に関する内部評価プロセス）、リスク・ア

ペタイト・フレームワーク、予算編成、再建計画およびリスク特定プロセス等）と高度に統合されている。

またクレディ・アグリコル・エス・エーは、ソルベンシーのほか、クレディ・アグリコル・グループに代

わって破綻処理に関する比率（MREL（自己資本・適格債務最低基準）およびTLAC（総損失吸収力））も管理

している。

最後に、ソルベンシー比率および破綻処理に関する比率は、クレディ・アグリコル・グループ内で適用さ

れるリスク・アペタイト・フレームワークの不可欠な一部である（「2．リスク管理」の項を参照。）。

 

3.1.1　適用される規制の枠組み

最初のバーゼル3合意は、規制資本要件の質および水準を引き上げ、規制の枠組みに新たなリスク・カテゴ

リを追加した。

このメカニズムをさらに強化するために、最近のバーゼル3合意の最終化により、特にすべてのリスク計算

方法を改訂し、銀行が内部モデルを使用して資本要件を算出する際に得られる利益を制限するアウトプッ

ト・フロアを導入することで、当初の資本要件が補完され、改良された。
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金融機関および投資会社に適用される健全性要件に関する法律が、2013年6月26日付の欧州連合官報で公表

された。これは、規則第575/2013号（自己資本規制または「CRR」）および指令第2013/36/EU号（自己資本指

令または「CRDⅣ」）を含み、同法の中で規定された経過措置に基づき、2014年1月1日付で施行された。

また、2008年度の金融危機を受けて、銀行のデフォルトの代替手段とすることができる具体的な規制の枠

組みが施行された。

銀行再建・破綻処理指令（「BRRD」として知られる。）である指令第2014/59/EU号は、2014年6月12日に欧

州連合官報で公表され、2016年1月1日からフランスで施行されている。

欧州単一破綻処理メカニズム規則（「SRMR」として知られる規則第806/2014号）は、2014年7月15日に公表

され、同法の中で規定された経過措置に基づき、2016年8月19日付で施行された。

その後、2019年6月7日に銀行に関する一括法案を構成する4つの法律が欧州連合官報で公表された。

■　CRRⅡ：規則（EU）第575/2013号を改正する2019年5月20日付の欧州議会および理事会の規則（EU）第

2019/876号

■　SRMRⅡ：規則（EU）第806/2014号を改正する2019年5月20日付の欧州議会および理事会の規則（EU）第

2019/877号

■　CRDⅤ：指令第2013/36/EU号を改正する2019年5月20日付の欧州議会および理事会の指令（EU）第

2019/878号

■　BRRDⅡ：指令第2014/59/EU号を改正する2019年5月20日付の欧州議会および理事会の指令（EU）第

2019/879号

SRMRⅡ規則およびCRRⅡ規則は、2019年6月27日に施行された（ただし、すべての条項が直ちに適用される

わけではない。）。CRDⅤ指令およびBRRDⅡ指令はいずれも、2020年12月21日に法令第2020-1635号および第

2020-1636号によりフランス法に組み込まれ、2020年12月28日に施行された。

2020年6月26日、「応急措置」として知られる規則第2020/873号が公表され、2020年6月27日に施行され

た。これは、COVID-19のパンデミックに対応して規則第575/2013号（「CRR」）および第2019/876号（「CRR

Ⅱ」）を改正するものであり、最新の経過措置は2024年12月31日に終了した（バーゼル3の最終化に含まれる

規定を除く。）。

「CRR」および「CRRⅡ」規制を改正する2024年6月19日付欧州連合官報で公表された2024年5月31日付規則

（EU）第2024/1623号（「CRRⅢ」として知られる。）は、一般に「バーゼル4基準」と呼ばれるバーゼル3合

意の最終化における主要なステップを構成する。この規則は2025年1月1日に施行されたが、一部の規定は

2024年度（特に、規制上の連結範囲に関する措置）またはそれ以降から適用される。併せて、2024年6月19日

付欧州連合官報で公表された2024年5月31日付指令（EU）第2024/1619号（「CRDⅥ」として知られる。）は、

遅くとも2026年1月10日までに加盟国により転換される。改正の適用日は、国内法への有効な転換を条件とす

るためである。

CRRの制度では、4つのレベルの資本要件が計算される。

■　普通株式等Tier 1（CET1）比率

■　Tier 1比率

■　総自己資本比率

■　レバレッジ比率

これらの比率の計算の段階的適用期間において、以下を考慮することができる。

■　CRRⅡによって定義された適格基準（資本性証券に関しては2025年6月28日まで）。

■　2024年12月31日までのIFRS第9号採用に関する影響

さらに、銀行の破綻処理における損失吸収能力および資本再構成能力の適正性を評価するために、2つの

比率が用いられている。これらの2つの要件は、クレディ・アグリコル・グループ・レベルについて適用され

る。

■　グローバルなシステム上重要な機関（G-SII）のために定められ、CRRⅡへの組入れにより欧州連合にお

いて適用される、TLAC（総損失吸収力）比率。
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■　欧州連合におけるすべての金融機関に適用され、BRRDで定義されている、MREL（自己資本・適格債務最

低基準）比率。

 

3.1.2　監督および規制の範囲

指令第2004/39/EC号付属文書1に記載された金融機関および投資活動の一部は、単独でおよび（場合に

よって）子会社の連結ベースで、ソルベンシー比率、レバレッジ比率、破綻処理に関する比率および大規模

エクスポージャーの比率について規制を受ける。

ACPRは、当行グループの子会社の一部が、単独でまたは（場合によって）子会社の連結ベースで、CRR第7

条に規定された条件に基づき免除対象となり得ることを承認した。したがって、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、ACPRにより単独ベースで適用免除を受けている。

2014年11月4日、ECB単独による監督に移行しても、ACPRによって従前認められた個別の免除は問題にされ

ない。

会計上および健全性規制上の連結範囲の相違に関連する事業体の詳細な一覧は、3.1.7「規制資本の補

遺」の項に記載されている。

 

3.1.3　資本政策

資本管理委員会は、管理および統制業務を担う最高経営責任者代理が委員長を務め、四半期ごとに開催さ

れ、最高リスク責任者、グループ財務責任者、財務広報責任者ならびにトレジャリーおよび資金調達責任者

が含まれる。

本委員会の主な任務は、以下のとおりである。

■　クレディ・アグリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーの短期および中期のソルベ

ンシー、レバレッジ比率および破綻処理に関する比率の予測、ならびに格付機関が監督する比率の検討

■　中期計画に基づき、ソルベンシーに影響する組成における仮定の承認

■　当行グループ内における資本管理および配分ルールの設定

■　負債管理取引（劣後債務管理）の決定

■　最新の監督および規制ニュースのチェック

■　子会社および地域銀行に関する関連問題の調査

■　資産負債管理委員会および取締役会に対して（必要に応じて）提出される決定事項の作成

■　グループ・レベルのソルベンシーおよび破綻処理に関する比率に影響を与えるその他の問題の調査

規制資本の管理は、資本計画と呼ばれるプロセスを利用して行われる。

資本計画は、ソルベンシー比率（CET1、Tier 1、合計比率およびレバレッジ比率）ならびに破綻処理に関

する比率（適用ある場合、MRELおよびTLAC）の軌道を決定するため、両方の連結範囲（上場会社であるクレ

ディ・アグリコル・エス・エー、およびグローバルなシステム上重要な機関であるクレディ・アグリコル・

グループ）をカバーする一定の期間における資本および希少資源の消費（リスク加重資産および貸借対照

表）を予測するものである。

資本計画は、組織の取引予測、会計規制および健全性規制の変更、ならびにリスク・ベースに対するモデ

ル効果を含む、財務の軌道の予算要素をカバーする。また、発行方針（劣後債務ならびに適格TLACおよび

MREL債務）、ならびに当行グループの戦略に沿って決定された資本構造目標に関する配分を反映している。

資本計画により、当行グループが発展するための余裕が決定される。また、リスク選好に用いる様々なリ

スク基準の設定にも使用される。そのため、資本計画は、様々な健全性要件の遵守を確実にし、規則により

定義される最大配分可能金額（MDA）を計算する際に使用される。

資本計画は、定期的協議において、または特定の取引（承認申請等）のために、各種ガバナンス機関に提

出され、監督当局に通知される。

健全性要件遵守義務のある子会社および地域銀行も、子会社の連結ベースでこの予測作業を行う。
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当行グループは、2022年6月22日のインベスター・デイにおいて、1年前倒しで財務目標を達成した前年の

計画を基礎とする「2025年度意欲」中期計画のための財務の軌道を明らかにした。

■　クレディ・アグリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーの2025年度末のCET1ソルベ

ンシー比率目標は、規制要件を大幅に上回っている。クレディ・アグリコル・グループは、欧州のG-SIB

の中でも最も強固なグループである。相互モデルにより、2015年度から2021年度の間にクレディ・アグ

リコル・グループ・レベルで年間60ベーシス・ポイントの根本的なCET1資本形成が可能となった。

■　クレディ・アグリコル・グループの2025年度までのCET1目標は17％以上である。適格上位優先債務を除

き、TLAC目標は26％以上である。

■　当行グループの効率的かつ柔軟な体制により、中期計画の全期間を通じて、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの最適化されたCET1比率目標を11％とし、監督上の検証・評価プロセス要件を常に最低250ベー

シス・ポイント上回るように設定することが可能となる（AT1区分を最適化する戦略を伴う。）。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの収益の伸びがリスク加重資産（RWA）の伸びを上回ると予想される。

■　最後に、CET1比率が中期計画の目標に対して変動しても、クレディ・アグリコル・エス・エーの目標配

当は現金で50％を支払うこととしている。これは、魅力的なリターンとクレディ・アグリコル・エス・

エーの成長のための資金調達との間の最適なバランスをとっている。従業員専用増資は、その希薄化効

果を相殺するために（監督当局の承認を条件として）株式買戻しと統合されるべきである。

地域銀行は、その財務構造を通じて、利益の大部分を留保して資本を生成する強い能力を有している。ま

た、地区金庫による相互株式の発行によっても資本が強化されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの排他的支配下にあり、資本要件に従う子会社は、とりわけ現地の規

制要件、およびかかる子会社の発展のための資金提供に必要な資本要件を考慮して、一貫した水準で資本が

設定されている。

 

3.1.4　金融コングロマリット

3.1.4.1　システム全体

2002年12月16日付の欧州指令は、「金融コングロマリット」、特に銀行事業および保険事業の両方を行う

ものに対する追加の連結ベースでの監督を定めている。

この指令は、特に、金融コングロマリットが適切なリスク管理手段および全体的なリスク監視のための内

部統制システムを整備することを要求している。

かかるコングロマリット・アプローチは、銀行事業と保険事業が組み合わされた当行グループの本質的な

範囲および（特にリスク・アペタイト・フレームワークを通じて反映される）その内部統制に対応するた

め、クレディ・アグリコル・グループに関連する。クレディ・アグリコル・グループのICAAPアプローチも、

かかる要件を満たすために、経済的資本要件およびグループ・レベルで利用可能な内部自己資本の両方を定

めるコングロマリット・アプローチに基づいている（3.1.6.4　「経済資本の適正性」の項を参照。）。

クレディ・アグリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーは、コングロマリットの監督

に関して以下の3つの規制範囲に依拠している。

■　銀行部門の範囲（CCR）－銀行比率

■　保険部門の範囲（ソルベンシー2
(1)

）－保険ソルベンシー比率

■　コングロマリットの範囲－金融コングロマリット比率

 

金融コングロマリット比率 ＝
コングロマリットの自己資本合計

＞100％
銀行部門の要件 ＋ 保険部門の要件

 

(注1)　ソルベンシー2は、保険業界に対する欧州の規制改革である。
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コングロマリット比率は、銀行の資本要件および保険の資本要件の合計に対する、コングロマリットの段

階的適用自己資本合計の比率として定義される。

■　株式投資に関するグループ内の分子および分母の両方が修正される。

■　金融コングロマリットの資本には、連結範囲外で調達された保険子会社の自己資本が含まれる。

■　分母には、それぞれの規制上のソルベンシー要件に従った銀行事業および保険事業が含まれるため、こ

れらの2つの事業部門のそれぞれに関連する実際の個別リスクを考慮している。

コングロマリット比率は常時100％を上回らねばならない。100％の基準は常に拘束力のある要件であり、

これを遵守しないと不利益が生じる場合がある。コングロマリットの財務状況に関する不遵守またはそのリ

スクが生じた場合、当該状況に可能な限り速やかに対処するために必要な措置を講じなければならない（欧

州のFICOD指令第2002/87号に定義される。）。

 

金融コングロマリット－自己資本および資本適正比率に関する情報（EU INS2）

下表は、CRRⅡ第438-(g)条に基づき要求される情報を示す。

 

自己資本および自己資本適正比率に関する金融コングロマリット情報（EU

INS2）
2024年12月31日現在

金融コングロマリットの補完的自己資本要件（百万ユーロ） 27,303

金融コングロマリットの資本適正比率（％） 144％

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの段階的に適用される金融コングロマリット比

率（クレディ・アグリコル・アシュランスの株式投資に関するソルベンシー2要件を含む。）は、規制上の最

低要件である100％を優に上回る144％であった。クレディ・アグリコル・エス・エーの2024年12月31日現在

の段階的に適用される金融コングロマリット比率は、クレディ・アグリコル・エス・エーの金融コングロマ

リットの余剰自己資本27.3十億ユーロに相当する水準である。

この状況は、銀行事業および保険事業の2つの部門がそれぞれソルベンシー要件を遵守している結果であ

る。

 

3.1.4.2　銀行比率における保険に関する健全性要件

金融コングロマリットは、監督当局により承認された場合、保険会社に対する投資を健全性自己資本から

控除せず、リスク加重資産として取り扱うことを選択することができる。「デンマーク妥協」として知られ

るこの規定（またはCRR第49-(1)条）は、CRRⅡ（規則（EU）第575/2013号を改正する2019年5月20日付の欧州

議会および理事会の規則（EU）第2019/876号）およびCRRⅢ（2024年5月31日付の欧州議会および理事会の規

則（EU）第2024/1623号）によって改定されていない。

2013年10月18日、クレディ・アグリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーは、クレ

ディ・アグリコル・アシュランス・グループの事業体にかかる取扱いを適用することをACPRから承認され

た。

リスク加重資産には、CRR第49-(1)条に基づき、有効なコングロマリットの範囲において保険投資の持分法

適用価額が含まれている。クレディ・アグリコル・アシュランスは上場されていないため、かかる価額への

加重は370％となり、CRRⅢ（2024年5月31日付の欧州議会および理事会の規則（EU）第2024/1623号）が適用

されると250％に減少する。

下表は、CRR第49-(1)条に基づき対象となる保有額を示す。

 

保険事業への出資（EU INS1）

下表は、CRRⅡ第438-(f)条に基づき要求される情報を示す。
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保険事業への出資（EU INS1）（百万ユーロ） エクスポージャー値
リスク・エクスポー

ジャー金額

自己資本から控除されない保険もしくは再保険に関する保証ま

たは保険持株会社における自己資本証券保有額
9,312 34,455

 

3.1.5　規制資本

3.1.5.1　規制資本

バーゼル規則は3つのレベルの資本を定義している。

■　普通株式等Tier 1（CET1）

■　普通株式等Tier 1およびその他Tier 1（AT1）資本からなるTier 1資本

■　Tier 1資本およびTier 2資本からなる資本合計

下記のすべての表および摘要は、利益剰余金を含む。

 

3.1.5.1.1　普通株式等Tier 1（CET1）

これには、以下のものが含まれる。

■　資本金

■　資本剰余金、利益剰余金、配当金支払後利益（税引後）およびその他の包括利益累計額を含む、剰余

金。預金目的および売却目的の金融資産に係る未実現資本利益および損失ならびに為替差額を含む。

■　当該子会社が適格金融機関であるか否かに応じて部分的に認識されず、または除外された非支配株主持

分。この認識されなかった部分は、子会社の資本要件を満たすために必要な資本金額の超過分に相当

し、資本の各Tierに適用される。

■　主として以下を含む控除：

－　マーケット・メイキング契約および株式買戻し計画に基づき保有するCET1証券。

－　創業費用およびのれんを含む無形資産。

－　会計上、規則に基づき健全であるとみなされる評価を反映していない場合に機関の資産および負債

の額を調整することからなる、健全性評価（EU PV1の表の詳細については次項を参照。）。

－　税務上の損失繰越から発生する将来の収益性に依拠する繰延税金資産（DTA）。

－　内部格付に基づく（IRB）アプローチを用いて監視される信用エクスポージャーに係る予想損失不足

および定額法を用いたエクイティ・エクスポージャーに係る予想損失不足。CRRⅢに基づく標準的ア

プローチへの株式の移行により、当行グループについてはこの控除が適用されなくなる。

－　不良エクスポージャーに関する規則で定められた定額の引当率に対する予想損失不足。

－　引受機関のCET1資本の10％の上限を超える額についての、保有する資本性証券の合計におけるCET1

証券の比率を上限とする、10％以下の金融部門の株式投資（重要ではない投資）において保有され

る資本性証券。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（証券の性質およびバーゼルの

方法に応じた変動加重比率）。

－　機関のCET1資本の個別の10％の上限を超える額についての、一時差異から発生する将来の収益性に

依拠する繰延税金資産（DTA）。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（加重比率

250％）。

－　機関のCET1資本の個別の10％の上限を超える額についての、10％超の金融部門の株式投資（重要な

投資）において保有されるCET1証券。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（加重比

率250％）。

－　一時差異に関係する将来の利益性に依拠する繰延税金資産（DTA）と、機関のCET1資本の個別の

17.65％の上限を超える額についての、10％超の金融部門の株式投資（「重要な投資」）において保

有されるCET1証券との合計。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（加重比率

250％）。
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3.1.5.1.2　その他Tier 1（AT1）資本

これには以下のものが含まれる。

■　償還義務またはインセンティブ（特にステップアップ条項）のない永久債務証券で構成される適格AT1資

本。

■　AT1証券（マーケット・メイキングを含む。）の直接控除。

■　引受機関のCET1資本の10％の上限を超える額についての、保有する資本性証券の合計におけるAT1証券の

比率を上限とする、10％以下の金融部門の株式投資（重要ではない投資）において保有される資本性証

券の控除。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（証券の性質およびバーゼルの方法に応

じた変動加重比率）。

■　機関のCET1資本の個別の10％の上限を超える額についての、10％超の金融部門の株式投資（重要な投

資）において保有されるAT1証券の控除。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（加重比率

250％）。

■　その他のAT1資本要素またはその他の控除（AT1適格非支配株主持分を含む。）。

CRRⅡ第2019/876号により改正されたCRR第575/2013号に基づき適格なAT1証券は、CET1比率が5.125％以上

に設定されなければならない基準を下回った場合（またはクレディ・アグリコル・グループのCET1比率が7％

以上に設定されなければならない基準を下回った場合）に発動される、ベイルイン・メカニズムに服する。

証券は株式に転換されるか、または額面金額が減額される。支払は完全に柔軟でなければならず、自動補償

メカニズムおよび／または発行者の任意による利払いの停止は認められない。

完全実施比率に用いられるAT1証券の額は、CRRⅡ第2019/876号により改正されたCRR第575/2013号に基づ

き適格なその他Tier 1資本性証券に対応する。

CRRⅡでは、適格基準が追加されている。特に、欧州連合内で設立された機関が発行した、第三国の法律

の適用を受ける証券は、適格となるためにベイルイン条項を含まなければならない。かかる規定はAT1および

Tier 2資本性証券の各カテゴリに適用される。

クレディ・アグリコル・エス・エーが発行したAT1証券には2種類の損失吸収メカニズムがあり、以下の2

つの条件のうち1つ以上が該当すれば発動される。

■　クレディ・アグリコル・エス・エーのCET1比率が5.125％を下回ったとき

■　クレディ・アグリコル・グループのCET1比率が7％を下回ったとき

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループのCET1

比率は、それぞれ11.7％および17.2％であった。これらの比率は、それぞれの損失吸収基準である5.125％お

よび7％に関連して、クレディ・アグリコル・エス・エーは27.2十億ユーロおよびクレディ・アグリコル・グ

ループは66.5十億ユーロの資本バッファーを表している。

2024年12月31日現在、利息の支払に関する制限はなかった。

同日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの分配可能項目は、分配可能剰余金29.6十億ユーロおよび

資本剰余金13.3十億ユーロを含む、合計42.9十億ユーロであった。

これらの証券については、以下のウェブサイト（https://www.credit-agricole.com/finance/finance/pu

blications-financieres）の「URD/Amendments/Pillar 3 and regulatory information」の「Capital instr

uments mean features CAsa (Annexe II)」の「Main features of regulatory own funds instruments and

eligible liabilities instruments (EU CCA)」に掲載されており、超劣後債（TSS）に対応する。

 

3.1.5.1.3　Tier 2資本

これには、以下のものが含まれる。

■　以下の特徴があり、5年以上の満期を有する劣後債務。

－　早期償還インセンティブがあってはならない。

－　満期日の5年前から割引の対象となる。
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■　直接保有するTier 2証券（マーケット・メイキングを含む。）の控除。

■　内部格付に基づく（IRB）アプローチに従って決定された適格予想損失と比較して過剰であった引当金

（IRBに基づくリスク加重資産の0.6％に限定される。）。

■　引受機関のCET1資本の10％の上限を超える額についての、保有する資本性証券の合計におけるTier 2証

券の比率を上限とする、10％以下の金融部門の株式投資（重要ではない投資）において保有される資本

性証券の控除。控除されない項目は、リスク加重資産に算入される（証券の性質およびバーゼルの方法

に応じた変動加重比率）。

■　主に保険部門に対する10％超の金融部門の株式投資（重要な投資）において保有されるTier 2証券の控

除。

■　Tier 2資本要素またはその他の控除（Tier 2適格非支配株主持分を含む。）。

完全実施比率に用いられるTier 2証券の額は、CRRⅡ第2019/876号により改正されたCRR第575/2013号に基

づき適格なTier 2資本性証券に対応する。

これらの証券については、以下のウェブサイト（https://www.credit-agricole.com/finance/finance/pu

blications-financieres）の「URD/Amendments/Pillar 3 and regulatory information」の「Capital instr

uments mean features CAsa (Annexe II)」の「Main features of regulatory own funds instruments and

eligible liabilities instruments (EU CCA)」に掲載されており、これらの証券は、永久劣後債（titres s

ubordonnés a durée indeterminée－TSDI）および期限付劣後債（titres subordonnés remboursables－TSR

）に対応する。

 

3.1.5.1.4　移行・導入

金融機関によるCRRⅡ／CRDⅤの遵守を促進するため、厳格さを緩めた経過措置が定められている。これら

の経過措置はすべて、2018年1月1日付で終了し、ハイブリッド債務証券に関する経過措置は2022年1月1日付

で終了した。

CRRⅡは、新しい適用除外条項を導入した。2019年6月27日より前に発行された不適格証券は、2025年6月

28日までの暫定規定の下で引き続き適格となる。

移行段階でこの比率に含まれるTier 1の金額は、以下の合計に相当する。

■　CRRⅡに基づき適格なその他Tier 1資本（AT1）

■　2019年6月27日より前に発行された、CRRに基づき適格なその他Tier 1資本性証券

移行段階でこの比率に含まれるTier 2の金額は、以下の合計である。

■　CRRⅡに基づき適格なTier 2資本

■　2019年6月27日より前に発行された、CRRに基づき適格なTier 2資本性証券

2020年6月26日付の「応急措置」は、IFRS第9号の適用に伴う影響をソルベンシー比率に組み込むことを認

めるという、CRRに定められた暫定規定を2024年度末まで延長した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよ

びクレディ・アグリコル・グループは、IFRS第9号が2018年度に最初に適用された際、この規定を選択してい

なかった。

「応急措置」規定の公表後、2020年6月30日からこの規定を選択することが決定された。

2024年12月31日まで、IFRS第9号の適用に伴う影響は、以下の複数の要素からなる計算に従い、CET1資本

に含めることができる。

■　IFRS第9号の初度適用の影響の一部を株主持分において相殺することが可能となる静的要素。2023年1月1

日以降、この相殺は行われていない。

■　2018年1月1日から2020年1月1日の間に計上された引当金の純増分の一部を正常先残高（IFRS第9号のス

テージ1およびステージ2）において相殺することが可能となる動的要素。2023年1月1日以降、この相殺

は行われていない。
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■　2020年1月1日から貸借対照表の日付の間に計上された引当金の純増分の一部を正常貸出金（IFRS第9号の

区分1および区分2）において相殺することが可能となる、第二の動的要素。2024年度、相殺は25％の割

合で行われた。

 

3.1.5.1.5　2024年12月31日現在の規制資本

規制資本（簡易版）

 

規制資本（簡易版）（百万ユーロ）
2024年12月31日 2023年12月31日

段階的適用 完全実施 段階的適用 完全実施

資本金および剰余金 30,904 30,904 30,907 30,907

利益剰余金 38,688 38,688 36,265 36,265

その他の包括利益 (1,969) (1,969) (2,434) (2,434)

当期純利益（損失） 7,087 7,087 6,348 6,348

株主持分-当行グループの持分 74,710 74,710 71,086 71,086

(-)資本として計上されたAT1証券 (7,218) (7,218) (7,220) (7,220)

適格非支配株主持分 5,219 5,219 4,624 4,624

(-)予想配当金 (3,327) (3,327) (3,181) (3,181)

(-)健全性フィルター (872) (872) (465) (465)

うち、健全性評価 (1,365) (1,365) (1,077) (1,077)

(-)規制上の調整 (18,816) (18,816) (18,033) (18,033)

無形資産およびのれん (18,488) (18,488) (17,644) (17,644)

一時差異によらない将来の収益性に依拠する繰

延税金資産
(46) (46) (96) (96)

内部格付に基づくアプローチによる予想損失に

関する信用リスクの調整における不足分
(281) (281) (293) (293)

不良エクスポージャーに対する不十分なカバレッ

ジ（第1の柱および第2の柱）
(205) (205) (161) (161)

基準を超える額 - - - -

その他のCET1要素 (984) (1,212) (1,037) (1,400)

普通株式等Tier 1（CET1） 48,507 48,280 45,614 45,251

その他のTier 1（AT1）証券 7,446 7,322 5,964 5,845

その他のAT1要素 (178) (178) (277) (277)

Tier 1資本合計 55,775 55,424 51,301 50,819

Tier 2証券 15,974 15,955 15,062 15,017

その他のTier 2要素 466 466 375 375

資本合計 72,216 71,845 66,738 66,211

リスク加重エクスポージャー合計金額（RWA） 415,240 415,151 387,545 387,423

CET1比率 11.68％ 11.63％ 11.77％ 11.68％

Tier 1比率 13.43％ 13.35％ 13.24％ 13.12％

資本比率合計 17.39％ 17.31％ 17.22％ 17.09％

 

明確にするため、資本構成要素の表の完全版（EU CC1およびEU CC2）は、以下のウェブサイト（Internet

https://www.credit-agricole.com/finance/finance/publications-financieres）に掲載されている。

 

プルーデンス評価のための評価調整、PVA（EU PV1）

下表は、CRRⅡ第436-(e)条に基づき要求される情報を示す。

 

（百万ユーロ）

リスク・カテゴリ 評価の不確実性

分散後合計

うち、

トレーディ

ング勘定

うち、

銀行勘定
株式 金利

外国

為替

クレ

ジッ

ト

コモ

ディ

ティ

未経過

信用ス

プレッ

ドAVA

投資お

よび資

金調達

費用

AVA
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市場価格の不透明性 288 159 6 36 0 19 5 248 144 103

クローズ・アウト費用 61 242 16 6 0 22 3 172 168 4

集中ポジション 24 69 - 23 - - - 116 84 32

早期終了 - - 2 - - - - 2 2 -

モデル・リスク 66 260 2 - - 162 47 264 263 0

業務リスク 0 0 - 0 - - - 0 0 0

将来の営業費用 - 73 - - - - - 73 73 -

追加的評価調整合計

（AVA）
       1,365 735 630

 

期間中の変化

2024年12月31日現在の段階的導入普通株式等Tier 1（CET 1）資本は48.5十億ユーロであり、2023年度末か

ら2.9十億ユーロ増加した。この変動は主として、前年度比3.3十億ユーロの利益剰余金および0.6百万ユーロ

の適格非支配株主持分の増加によるものである。

段階的Tier 1資本は55.8十億ユーロで、2023年12月31日現在から4.5十億ユーロ増加したが、2024年1月に

1.25十億ユーロと2024年10月に1.25十億米ドルの2つのその他Tier 1資本証券が発行され、2024年9月の1.25

十億米ドルのその他Tier 1資本証券の償還を補ったことにより、その他Tier 1資本が1.5十億ユーロ増加し

た。

段階的Tier 2資本は16.4十億ユーロで、2023年12月31日現在から1十億ユーロ増加し、これは主として、当

該期間中の発行（2024年12月31日現在、プラス3.2十億ユーロ相当）から償還、割引および外国為替の影響

（マイナス2.2十億ユーロ）を差し引いた結果によるものである。

全体として、段階的適用ベースの資本合計は、2023年12月31日現在から5.5十億ユーロ増加して72.2十億

ユーロであった。この規制資本には、後出の「3.1.6.3　破綻処理に関する比率」に記載されている非上位債

券の発行は含まれていない。

 

3.1.6　適正資本

適正資本の規制的観点については、ソルベンシー比率、レバレッジ比率および破綻処理に関する比率の監

視により確保されている。これらの各比率から、リスクまたはレバレッジ・エクスポージャーの額に対する

規制資本および／または（適用ある場合は）適格証券の額が分かる。かかるエクスポージャーは、「3.4　リ

スク加重資産の構成および変化」において定義および算出されている。規制的観点は、適正資本の経済的な

内部的観点（経済資本要件のカバレッジ比率の監督によって確認される。）によって補われる。

 

3.1.6.1　ソルベンシー比率

ソルベンシー比率は、信用リスク、市場リスクおよび業務リスクに起因して発生するリスク加重資産をカ

バーするための様々なカテゴリの資本（CET1、Tier 1および資本合計）の適正性を確認することを目的とす

る。これらのリスク加重資産は、標準的アプローチまたは内部アプローチのいずれかを用いて算出される。

（「3.4　リスク加重資産の構成および変化」の項を参照。）

 

3.1.6.1.1　健全性要件

CRR規則は、第1の柱に関する要件を定めている。また、監督当局は、第2の柱の枠組みにおいて裁量ベース

での最低要件を定めている。

全体としての資本要件は、以下のとおりである。

 

自己資本の監督上の検証・評価プロセス要件 2024年12月31日 2023年12月31日

第1の柱の最低CET1要件 4.50％ 4.50％

CET1の追加の第2の柱要件（P2R） 0.93％ 0.84％

複合バッファー要件 3.24％ 2.88％

CET1要件 8.66％ 8.22％
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第1の柱の最低AT1要件 1.50％ 1.50％

P2Rの一要素であるAT1 0.31％ 0.28％

Tier 1要件 10.47％ 10.00％

第1の柱の最低Tier 2要件 2.00％ 2.00％

P2Rの一要素であるTier 2 0.41％ 0.38％

資本全体の要件 12.89％ 12.38％

 

第1の柱に関する最低要件

第1の柱の資本要件は、最低CET1比率4.5％、最低Tier 1比率6％および最低総自己資本比率8％を含む。

 

第2の柱に関する最低要件

ECBは毎年、クレディ・アグリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーに対して、監督上

の検証・評価プロセス（SREP）の結果に基づく最低資本要件を通知する。

■　2024年12月31日までは、クレディ・アグリコル・グループは1.75％、クレディ・アグリコル・エス・

エーは1.65％、その後2025年1月1日から適用されるそれぞれ1.80％および1.65％の「第2の柱要件」

（P2R）。

この要件は各レベルの資本に関するもので、これに違反すると自動的に分配（その他Tier 1資本性証券の

利息、配当、変動報酬）が制限される。このため、この要件は公開される。P2Rは、最低75％のCET1資本を含

む75％のTier 1資本によって賄うことができる。

■　第2の柱ガイダンス（P2G）。これは公表されておらず、全額を普通株式等Tier 1（CET1）資本で賄わな

ければならない。

 

複合資本バッファー要件および分配基準に対する制限

規制当局は、CET1資本で完全にカバーされ、全体的な資本要件が以下のとおり計算される資本バッファー

を設けることを定めている。

 

複合バッファー要件 2024年12月31日 2023年12月31日

段階的資本保全バッファー 2.50％ 2.50％

段階的システミック・バッファー 0.09％ 0.00％

カウンターシクリカル・バッファー 0.65％ 0.38％

複合バッファー要件 3.24％ 2.88％

 

より具体的には、

■　資本保全バッファー（2019年1月1日以降はリスク加重資産の2.5％）は、厳しい経済的ストレス状況下に

おける損失吸収を目的とする。

■　カウンターシクリカル・バッファー（0％から2.5％の範囲で設定される比率）は、過度の信用成長を防

ぐことを目的としている。各国の所管当局（フランスの場合は金融安定高等評議会（Haut Conseil de

la Stabilité Financière／HCFS））によって比率が設定されるため、機関レベルで適用されるバッ

ファーは、当該機関が事業を行う各国において定義された、バッファーのリスク加重資産の加重平均を

反映している。いずれかの国家当局によりカウンターシクリカル・バッファー比率が計算される場合、

例外的状況を除き、適用日は発表日から12ヶ月以内とする。

■　システミック・リスク・バッファー（一般的には0％から3％、欧州委員会の同意後は5％まで、より例外

的な場合はこれを上回る比率）は、ノンシクリカル・リスクを防止または軽減するように設計されてい

る。これは、各国の所管当局（フランスの場合はHCFS）によって設定され、銀行業界の構造的特徴、特

にその規模、集中度および経済への貢献度におけるシェアに左右される。

■　システム上重要な機関のバッファー（一般的には0％から3％、欧州委員会の同意を得た場合は5％まで、

例外的にこれを超える比率）。グローバルなシステム上重要な機関（G-SII）については0％から3.5％、
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その他のシステム上重要な機関（O-SII）については0％から2％。これらのバッファーは累積的ではな

く、一般的に（例外はあるが）最高の比率が適用される。クレディ・アグリコル・グループのみがG-SII

であり、2019年1月1日以降のバッファーは1％である。これは2026年1月1日から1.5％に引き上げられ

る。クレディ・アグリコル・エス・エーには、かかる要件は適用されない。ある機関がシステム上重要

な機関（G-SIIまたはO-SII）のバッファーおよびシステミック・リスク・バッファーの適用を受ける場

合は、2つのバッファーを組み合わせる。

2024年12月31日現在、28ヶ国の国家機関がカウンターシクリカル・バッファーを実施している。これらの

国々におけるクレディ・アグリコル・エス・エーのエクスポージャーに関して、同日現在、クレディ・アグ

リコル・エス・エーのカウンターシクリカル・バッファー比率は0.65％であった。

さらに、2023年8月1日に発効したHCFS決定第2023-3号に従い、フランスでは、グローバルなシステム上重

要な機関およびその他のシステム上重要な機関がフランスの高債務の大企業に過度に集中するリスクを防止

するため、セクター別システミック・リスク・バッファーが実施された。クレディ・アグリコル・エス・

エーはこのバッファーの対象外である。

また、HCFSは、ドイツ、リトアニア、ベルギー、ノルウェーおよびイタリアが実施するセクター別システ

ミック・リスク・バッファーの相互適用を認めていることに留意されたい。

上記のバッファーの適用方法およびクレディ・アグリコル・エス・エーが保有するエクスポージャーの重

要性に関して、2024年12月31日現在、システミック・リスク・バッファー比率は0.09％であった。

下表は、CRRⅡ第440(aおよびb)条により要求される情報を示す。

 

機関別のカウンターシクリカル資本バッファーの金額（EU CCYB2）

 

機関別のカウンターシクリカル資本バッファーの金額（EU CCYB2） 2024年12月31日 2023年12月31日

1 リスク・エクスポージャー金額合計（百万ユーロ） 415,240 387,545

2 機関別のカウンターシクリカル資本バッファー比率 0.65％ 0.38％

3 機関別のカウンターシクリカル資本バッファー要件 2,696 1,470

 

次へ
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カウンターシクリカル・バッファーの計算に関連する信用エクスポージャーの地域分布（EU CCYB1）

 

2024年12月

31日現在

（百万ユー

ロ）

 

一般的な信用

エクスポージャー

関連する信用

エクスポー

ジャー

－市場リスク

証券化

エクス

ポー

ジャー

－ト

レー

ディン

グ勘定

外のエ

クス

ポー

ジャー

金額

エクス

ポー

ジャー

金額合

計

自己資本要件

リスク

加重エ

クス

ポー

ジャー

金額

自己資

本要件

加重

（％）

カウン

ターシ

クリカ

ル・

バッ

ファー

率

（％）

標準的

アプ

ローチ

に基づ

くエク

スポー

ジャー

金額

IRB

アプ

ローチ

に基づ

くエク

スポー

ジャー

金額

標準

的ア

プ

ロー

チの

ト

レー

ディ

ング

勘定

のエ

クス

ポー

ジャ

ーの

ロン

グ･ポ

ジ

ショ

ンお

よび

ショ

ー

ト・

ポジ

ショ

ンの

合計

内部

モデ

ルに

関す

るト

レー

ディ

ング

勘定

のエ

クス

ポー

ジャ

ー金

額

関連す

る信用

エクス

ポー

ジャー

－信用

リスク

関連

する

信用

エク

ス

ポー

ジャ

ー

－市

場リ

スク

関連

する

信用

エク

ス

ポー

ジャ

ー

－ト

レー

ディ

ング

勘定

外に

おけ

る証

券化

ポジ

ショ

ン

合計

国別の内訳：

1

アル

メニ

ア

5 0 - - - 6 1 - - 1 13 0.00％
1.50

％

2

オー

スト

ラリ

ア

30 5,161 - - 11 5,202 90 - 0 91 1,133 0.35％
1.00

％

3
ベル

ギー
8,277 4,201 - - - 12,478 314 - - 314 3,919 1.21％

1.00

％

4

ブル

ガリ

ア

3 0 - - - 3 0 - - 0 3 0.00％
2.00

％

5 チリ 0 1,623 - - - 1,623 38 - - 38 479 0.15％
0.50

％

6

クロ

アチ

ア

2 0 - - - 2 0 - - 0 1 0.00％
1.50

％

7
キプ

ロス
1 360 - - - 361 4 - - 4 55 0.02％

1.00

％

8

チェ

コ共

和国

466 91 - - - 556 40 - - 40 505 0.16％
1.25

％
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9

デン

マー

ク

570 987 - - 34 1,591 63 - 0 63 787 0.24％
2.50

％

1

0

エス

トニ

ア

1 31 - - - 31 0 - - 0 5 0.00％
1.50

％

1

1

フラ

ンス
32,391

277,28

1
435

2,17

0

23,21

1

335,49

0

11,45

4
208 238

11,90

1

148,76

0

45.79

％

1.00

％

1

2

ドイ

ツ
8,158 19,156 - - 3,082 30,396 981 - 36 1,017 12,717 3.91％

0.75

％

1

3
香港 104 6,669 - - 74 6,847 156 - 2 158 1,975 0.61％

0.50

％

1

4

ハン

ガ

リー

9 107 - - - 116 3 - - 3 43 0.01％
0.50

％

1

5

アイ

スラ

ンド

0 0 - - - 0 0 - - 0 0 0.00％
2.50

％

1

6

アイ

ルラ

ンド

624 6,651 - - 163 7,439 167 - 10 177 2,218 0.68％
1.50

％

1

7
韓国 153 3,793 - - 247 4,193 104 - 3 107 1,334 0.41％

1.00

％

1

8

ラト

ビア
0 0 - - - 0 0 - - 0 0 0.00％

0.50

％

1

9

リト

アニ

ア

17 0 - - 23 40 1 - 1 2 31 0.01％
1.00

％

2

0

ルク

セン

ブル

ク

3,706 19,328 - - 3,986 27,019 691 - 1 691 8,644 2.66％
0.50

％

2

1

オラ

ンダ
1,776 10,073 - - 558 12,408 362 - 7 370 4,621 1.42％

2.00

％

2

2

ノル

ウェ

ー

534 1,623 - - 29 2,186 62 - 0 63 785 0.24％
2.50

％

2

3

ルー

マニ

ア

14 49 - - - 64 2 - - 2 21 0.01％
1.00

％

2

4

スロ

バキ

ア

5 121 - - - 126 8 - - 8 97 0.03％
1.50

％

2

5

スロ

ベニ

ア

10 0 - - - 10 1 - - 1 10 0.00％
0.50

％

2

6

スペ

イン
5,374 6,490 - - 442 12,306 563 - 4 567 7,082 2.18％

0.00

％

2

7

ス

ウェ

ーデ

ン

224 3,236 - - 40 3,501 109 - 0 109 1,360 0.42％
2.00

％

2

8
英国 4,795 18,784 - - 3,410 26,990 779 - 42 820 10,253 3.16％

2.00

％

2

9

その

他の

国々
*

69,203
180,83

6
0 -

32,56

0

282,59

9
9,021 0 422 9,443

118,03

7

36.33

％

0.00

％
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3

0
合計

136,45

2

566,65

3
435

2,17

0

67,87

1

773,58

2

25,01

5
208 767

25,99

1

324,88

8
100％

0.65

％

*　監督当局によりカウンターシクリカル・バッファーが定義されていない国。
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3.1.6.1.2　2024年12月31日現在の主要な数値

 

バーゼル規制を欧州法に適用すること（CRD）で、配当、AT1証券および変動報酬に適用される分配制限の

仕組みが確立された。銀行が分配に割り当てることのできる最大額である最大分配可能額（MDA）の原則は、

分配によって適用される複合バッファー要件を遵守できない場合に分配に制限を設けることを目的としてい

る。

MDAの適用基準は、CET1資本、Tier 1資本および資本合計における監督上の検証・評価プロセス要件の各基

準のうち最も低いものである。

 

 

CET1の監督上の検

証・評価

プロセス要件

Tier 1の監督上の

検証・評価

プロセス要件

資本全体の

監督上の

検証・評価

プロセス要件

第1の柱の最低要件 4.50％ 6.00％ 8.00％

第2の柱要件（P2R） 0.93％ 1.24％ 1.65％

保全バッファー 2.50％ 2.50％ 2.50％

システミック・リスク・バッファー 0.09％ 0.09％ 0.09％

カウンターシクリカル・バッファー 0.65％ 0.65％ 0.65％

監督上の検証・評価プロセス要件（a） 8.66％ 10.47％ 12.89％

2024年12月31日現在の段階的比率（b） 11.68％ 13.43％ 17.39％

監督上の検証・評価プロセス要件の基準（b）-（a） 302bp 296bp 451bp

MDAの適用基準 296bp（12十億ユーロ）

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、CET1資本において、MDA適用基準を上回る

296ベーシス・ポイント、すなわち約12十億ユーロのバッファーを計上した。

 

2024年度における普通株式等Tier 1（CET1）の変動

 

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーのソルベンシー比率は中期計画目標を上回り、

段階的普通株式等Tier 1（CET1）比率は11.7％、すなわち2023年12月末と比較して0.1パーセント・ポイント

の下落となった。

2024年度においては、

■　CET1比率は、利益剰余金に関連する82ベーシス・ポイントのプラスの影響の恩恵を受けた。この影響

は、AT1の利息費用（プラス165ベーシス・ポイントの影響）および50％の利益分配、すなわち2024年度

における1株当たり1.10ユーロの配当引当金（マイナス83ベーシス・ポイント）を控除した当期純利益－

当行グループの持分に相当する。
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■　事業部門の有機的成長に関連するリスク加重資産の変動は、CET1比率にマイナス64ベーシス・ポイント

の影響を与えた。

■　M&A取引は、特にデグルーフ・ピーターカム（マイナス21ベーシス・ポイント）およびアルファ・アソシ

エイツ（マイナス5ベーシス・ポイント）の買収により、CET1比率にマイナス35ベーシス・ポイントの影

響を与えた。

■　規制およびその他の影響はプラス8ベーシス・ポイントの影響を与え、特にリース事業の統合に関連した

最初のバーゼル4の影響であるマイナス12ベーシス・ポイント、ならびにモデルおよびデータのレビュー

に関連したプラス18ベーシス・ポイントの影響を含んでいた。

 

3.1.6.2　レバレッジ比率

3.1.6.2.1　規制の枠組み

レバレッジ比率の目的は、リスクに基づく資本要件を補完するセーフティネットとしての役割を果たすこ

とおよび景気回復期における過剰なレバレッジの累積を制限することにより、金融の安定性を保つことであ

る。バーゼル委員会は、バーゼル3合意に照らしてレバレッジ比率の規制を定め、これは、2014年10月10日付

の委任法令第62/2015号により改正されたCRR第429条を通じて欧州法に組み入れられ、2015年1月18日付の欧

州連合官報で公表された。

レバレッジ比率は、Tier 1資本をレバレッジ・エクスポージャー基準で除したものと定義されている。す

なわち、デリバティブ、当行グループの関連会社間の取引、証券金融業務、分子から控除された項目、およ

びオフバランスシート項目について修正再表示した、オンバランスシート資産およびオフバランスシート資

産である。

2019年6月7日付の欧州連合官報における欧州規則CRRⅡの公表以降、レバレッジ比率は、2021年6月28日か

ら適用ある第1の柱の最低要件に従っている。

■　最低レバレッジ比率要件は3％である。

■　2023年1月1日より、グローバルなシステム上重要な機関（G-SII）、すなわちクレディ・アグリコル・グ

ループに対して、事業体のシステミック・バッファーの半分と定義されたレバレッジ比率バッファーが

追加されている。

■　最後に、レバレッジ比率バッファーの要件を遵守しない場合は、分配制限および最大分配可能額の算出

（L-MDA）が課せられることになる。

規則CRRⅡは、マクロ経済状況により認められる場合には、特定の中央銀行のエクスポージャーを全体の

レバレッジ比率エクスポージャーから除外することができる、と定めている。この除外を適用するには、機

関は調整後レバレッジ比率が3％を超えていなければならない。

2015年1月1日現在、少なくとも年1回レバレッジ比率を公表することが義務づけられている。金融機関

は、完全実施比率または段階的適用比率のいずれを公表するかを選ぶことができる。金融機関が公表の選択

を変更する場合は、変更後最初の公表時に、これまで公表したすべての比率のデータと、今回公表を選択し

た新しい比率のデータとを調整しなければならない。

クレディ・アグリコルは段階的適用のレバレッジ比率を公表することを選択している。

 

3.1.6.2.2　2024年12月31日現在のレバレッジ比率

以下の項目は、CRRⅡ第451条により要求される情報を提供するものである。

 

レバレッジ比率に関する定性的情報の開示（EU LRA）

クレディ・アグリコル・エス・エーの段階的Tier 1ベースでのレバレッジ比率は、3.9％であった。

レバレッジ比率は、Tier 1資本の増加（プラス34ベーシス・ポイント）の影響を受けて、2024年度におい

て0.1パーセント・ポイント上昇したが、レバレッジ・エクスポージャーの増加によってわずかに相殺された
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（マイナス30ベーシス・ポイント）。レバレッジ比率は要件を0.9パーセント・ポイント上回り、高い水準を

維持していた。

レバレッジ比率は、リスク要因の影響を受けないため、ソルベンシー（ソルベンシー比率／破綻処理に関

する比率）および既に総資産を制限している流動性リスク管理を補足する基準と考えられている。過剰レバ

レッジを監視する枠組みにおいては、リスク加重資産をほとんど消費しない事業について、当行グループは

統制し、レバレッジ・エクスポージャーに制限を設定している。

 

LRCOM：レバレッジ比率－共通開示（EU LR2）

 

LRCom：レバレッジ比率共通開示（EU LR2）

（百万ユーロ）
2024年12月31日 2024年6月30日

貸借対照表上のエクスポージャー（デリバティブおよび証券金融取引を除く。）  

1 貸借対照表上の項目（デリバティブおよび証券金融取引を除くが、

担保を含む。）
1,549,744 1,507,610

2 適用ある会計基準に従い貸借対照表の資産から控除されたデリバ

ティブに差し入れられた担保の総額
7,326 4,564

3 （デリバティブ取引に関して差し入れられた委託証拠金用の売掛資

産の控除）
(12,482) (14,507)

4 （資産として認識される証券金融取引に基づく買入有価証券の調

整）
- -

5 （貸借対照表上の項目に対する一般的な信用リスク調整） - -

6 （Tier 1資本の決定において控除される資産金額） (20,354) (19,443)

7 貸借対照表上のエクスポージャー合計（デリバティブおよび証券金

融取引を除く。）
1,524,233 1,478,224

デリバティブ・エクスポージャー   

8 SA-CCRデリバティブ取引に関連する再調達コスト（すなわち、適格

委託証拠金の控除後）
33,833 29,086

EU-8a デリバティブの除外：簡易版標準的アプローチに基づく再調達コス

トへの寄与
- -

9 SA-CCRデリバティブ取引に伴い将来発生し得るエクスポージャーへ

の追加額
63,278 58,713

EU-9a デリバティブの除外：簡易版標準的アプローチに基づく将来発生し

得るエクスポージャーへの寄与
- -

EU-9b 原エクスポージャー手法により決定されたエクスポージャー - -

10 （顧客に関してクリアリングされた取引のエクスポージャーから除

外されるCCPレグ）（SA-CCR）
(1,456) (1,488)

EU-10a （顧客に関してクリアリングされた取引のエクスポージャーから除

外されるCCPレグ）（簡易版標準的アプローチ）
- -

EU-10b （顧客に関してクリアリングされた取引のエクスポージャーから除

外されるCCPレグ）（原エクスポージャー手法）
- -

11 売却されたクレジット・デリバティブの調整後の有効な想定元本 27,483 21,477

12 （売却されたクレジット・デリバティブの調整後の有効な名目上の

差異および追加控除）
(13,945) (9,611)

13 デリバティブ・エクスポージャー合計 109,194 98,177

証券金融取引（SFT）に対するエクスポージャー  　

14 売上として計上された取引の調整後の証券金融取引の総資産（相殺

計上を除く。）
466,686 401,864

15 （証券金融取引の総資産からの支払額および受取額純額） (285,855) (220,612)

16 証券金融取引の資産へのカウンターパーティーの信用リスクに対す

るエクスポージャー
10,851 7,912

EU-16a 証券金融取引の除外：CRR第429e条第5項および第222条に基づくカ

ウンターパーティーの信用リスクに対するエクスポージャー
- -

17 代理人による取引に対するエクスポージャー - -
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EU-17a （顧客に関してクリアリングされた証券金融取引のエクスポー

ジャーから除外されるCCPレグ）
- -

18 証券金融取引に対するエクスポージャー合計 191,682 189,164

その他のオフバランスシートのエクスポージャー  　

19 オフバランスシートのエクスポージャーの想定元本総額 363,000 361,624

20 （同等額のクレジットへの転換のための調整） (185,263) (191,005)

21 （Tier 1資本の決定において控除される一般引当金およびオフバラ

ンスシートのエクスポージャーに関連する特定引当金）
- -

22 その他のオフバランスシートのエクスポージャー 177,737 170,619

除外されるエクスポージャー   

EU-22a （CRR第429a条第1項（c）に基づきエクスポージャー基準合計から

除外されるエクスポージャー）
(433,506) (430,696)

EU-22b （CRR第429a条第1項（j）に基づき除外されるエクスポージャー

（オンバランスシートおよびオフバランスシート））
(107,630) (103,100)

EU-22c （公的開発金融機関（またはユニット）の除外されるエクスポー

ジャー－公共部門への投資）
- -

EU-22d （公的開発金融機関（またはユニット）の除外されるエクスポー

ジャー－プロモーショナル・ローン）
- -

EU-22e （非公的開発金融機関（またはユニット）により除外されるパスス

ルー型プロモーショナル・ローンのエクスポージャー）
- -

EU-22f （輸出信用から生じた除外される保証付き部分のエクスポー

ジャー）
(15,365) (13,819)

EU-22g （除外されるトライパーティ・エージェントに預託された担保超過

分）
- -

EU-22h （CRR第429a条第1項（o）に基づき除外されるCSD／金融機関のCSD

関連サービス）
- -

EU-22i （CRR第429a条第1項（p）に基づき除外される特定機関のCSD関連

サービス）
- -

EU-22j （事前融資または中期貸出金のエクスポージャー金額の控除） - -

EU-22K （除外されるエクスポージャー合計） (556,502) (547,615)

資本およびエクスポージャー基準の合計  　

23 Tier 1資本 55,775 53,361

24 エクスポージャー基準合計 1,446,345 1,388,570

レバレッジ比率  　

25 レバレッジ比率（％） 3.86％ 3.84％

EU-25 レバレッジ比率（公共部門への投資およびプロモーショナル・ロー

ンの除外による影響を除く。）（％）
3.86％ 3.84％

25a レバレッジ比率（中央銀行準備金の一時的な適用除外による影響を

除く。）（％）
3.86％ 3.84％

26 規制上の最低レバレッジ比率要件（％） 3.00％ 3.00％

EU-26a 過剰なレバレッジ・リスクに対処するための自己資本の追加要件

（％）
0.00％ 0.00％

EU-26b うち、CET1資本を構成するもの 0.00％ 0.00％

27 レバレッジ比率バッファー要件（％） 0.00％ 0.00％

EU-27a レバレッジ比率全体の要件（％） 3.00％ 3.00％

経過措置の選択および関連するエクスポージャー   

EU-27b 資本測定の明確化に向けた経過措置の選択 経過措置 経過措置

平均額の開示   

28 証券金融取引の総資産の日時平均額（売上として計上された取引の

調整後ならびに関連する支払額および受取額の控除後）
198,769 N/A

29 証券金融取引の総資産の四半期末における額（売上として計上され

た取引の調整後および関連する支払額および受取額の控除後）
180,831 N/A

30 28行目における証券金融取引の総資産の日時平均額（売上として計

上された取引の調整後ならびに関連する支払額および受取額の控除

後）を組み込んだエクスポージャー基準合計（中央銀行準備金の一

時的な適用除外の影響を含む。）

1,464,283 N/A
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30a 28行目における証券金融取引の総資産の日時平均額（売上として計

上された取引の調整後および関連する支払額ならびに受取額の控除

後）を組み込んだエクスポージャー基準合計（中央銀行準備金の一

時的な適用除外の影響を除く。）

1,464,283 N/A

31 28行目における証券金融取引の総資産の日時平均額（売上として計

上された取引の調整後ならびに関連する支払額および受取額の控除

後）を組み込んだレバレッジ比率（中央銀行準備金の一時的な適用

除外の影響を含む。）

3.81％ N/A

31a 28行目における証券金融取引の総資産の日時平均額（売上として計

上された取引の調整後ならびに関連する支払額および受取額の控除

後）を組み込んだレバレッジ比率（中央銀行準備金の一時的な適用

除外の影響を除く。）

3.81％ N/A

 

LRSUM：会計上の資産およびレバレッジ比率エクスポージャーの調整（要約）（EU LR1）

 

適用金額

（百万ユーロ）
2024年12月31日

1 公表された財務書類に基づく資産合計 2,309,783

2 会計上連結されているが、健全性の連結範囲には含まれない事業体の調整 (413,871)

3 （リスク移転の認識のための運用要件を満たす証券化エクスポージャーの調整） (54)

4 （一時的に除外される中央銀行のエクスポージャーの調整（該当する場合）） -

5 （適用ある会計基準に従い貸借対照表に計上されるが、CRR第429a条第1項（i）に基

づくエクスポージャー基準合計からは除外される信託資産の調整）
-

6 取引日会計に基づく金融資産の正常売買の調整 -

7 適格な現金プーリング取引の調整 -

8 デリバティブ金融商品の調整 (261,177)

9 証券金融取引（SFTs）の調整 (275,004)

10 オフバランスシート項目の調整（すなわち、オフバランスシートのエクスポー

ジャーから同等額のクレジットへの転換）
177,844

11 （健全性評価調整ならびにTier 1資本を減少させた特定引当金および一般引当金の

調整）
-

EU-11a （CRR第429a条第1項（c）に基づくエクスポージャー基準合計からは除外されるエク

スポージャーの調整）
(433,506)

EU-11b （CRR第429a条第1項（j）に基づくエクスポージャー基準合計からは除外されるエク

スポージャーの調整）
(107,630)

12 その他の調整 449,961

13 エクスポージャー基準合計 1,446,345

 

LRSPL：貸借対照表上のエクスポージャーの内訳（デリバティブ、証券金融取引および適用除外エクスポー

ジャーを除く。）（EU LR3）

 

CRRに基づくレバレッジ比率のエクスポージャー

（百万ユーロ）
2024年12月31日

EU-1 貸借対照表上のエクスポージャー合計（デリバティブ、証券金融取引および除外され

たエクスポージャーを除く。）、うち：
1,007,855

EU-2 トレーディング勘定のエクスポージャー 81,791

EU-3 銀行勘定のエクスポージャー、うち： 926,064

EU-4 カバード・ボンド 8,216

EU-5 ソブリンとみなされるエクスポージャー 266,353

EU-6 ソブリンとみなされない地域政府、国際開発金融機関、国際組織および公共部門団

体に対するエクスポージャー
10,206

EU-7 機関 33,377

EU-8 不動産に係る抵当権により担保されたエクスポージャー 130,285

EU-9 小口顧客に対するエクスポージャー 130,806
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EU-10 企業 252,508

EU-11 債務不履行時エクスポージャー 11,068

EU-12 その他のエクスポージャー（株式、証券化およびその他債権以外の資産など） 83,244

 

3.1.6.3　破綻処理に関する比率

下記のTLACおよびMRELの要件は、クレディ・アグリコル・グループ・レベルで適用される。

 

3.1.6.3.1　TLAC比率

金融安定理事会（FSB）は、グローバルなシステム上重要な銀行（G-SIB）の損失吸収および資本再構成能

力の適切さを見積もる手段として、この比率の計算を規定した。この総損失吸収能力（TLAC）比率は、破綻

処理当局にとって、G-SIBが破綻処理以前および破綻処理中に十分な損失吸収および資本再構成能力を有する

か否かを評価する手段となる。この比率は、グローバルなシステム上重要な機関に適用されるため、クレ

ディ・アグリコル・グループも対象となる。TLAC比率の要件は、CRRⅡを通じてEU法に組み込まれており、

2019年6月27日以降適用されている。

当グループの規制資本ならびにクレディ・アグリコル・エス・エーが発行する適格劣後債券および残存期

間が1年超の非上位優先債務は、TLAC比率の分子として適格である。

クレディ・アグリコル・グループは、常に以下のTLAC比率の要件を遵守しなければならない。

■　リスク加重資産（RWA）の18％超に、欧州連合指令CRDⅤに基づく複合資本バッファー要件（クレディ・

アグリコル・グループについては、2.5％の資本保全バッファー、1％のG-SIBバッファー、0.06％のシス

テミック・リスク・バッファーおよび2024年12月31日現在クレディ・アグリコル・グループについて

0.77％に設定されていたカウンターシクリカル・バッファーを含む。）を加えたTLAC比率。複合資本

バッファー要件を勘案すると、クレディ・アグリコル・グループは、22.3％を上回るTLAC比率を遵守し

なければならない。

■　レバレッジ比率のエクスポージャー（LRE）の6.75％を上回るTLAC比率

クレディ・アグリコル・グループの2025年度の目標は、適格上位優先債務を除くリスク加重資産の26％以

上のTLAC比率を維持することである。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループのTLAC比率は、リスク加重資産の26.9％、レバ

レッジ・エクスポージャーの8.0％であった（適格上位優先債務を除く
(1)

。すなわち、要件を大幅に上回っ

ていた。）。この結果、当行グループでは、適格上位優先債務を除いたTLAC比率は460ベーシス・ポイント、

すなわち30十億ユーロとなり、現在必要とされているリスク加重資産の22.3％を上回っている。

2024年度には、2.5十億ユーロのAT1に加えて、10.4十億ユーロ相当が市場において発行された（非上位優

先債務およびTier 2）。12月末現在、TLAC比率の計算を考慮したクレディ・アグリコル・グループの非上位

優先債務は34.5十億ユーロであった。すべての適格債務項目およびその特徴は、以下のウェブサイト

（https://www.credit-agricole.com/en/finance/financial-publications）の「URD/Amendments/Pillar 3

and regulatory information」の「Capital instruments mean features CAsa (Annexe II)」の「Main

features of regulatory own funds instruments and eligible liabilities instruments (EU CCA)」で閲

覧可能である。

年次の破綻処理の実行可能性の評価の一環として、2024年度にクレディ・アグリコル・グループは、2025

年度に始まる破綻処理の実行可能期間に、TLAC要件を遵守するために上位優先債務を使用するという資本要

件規制第72b条第3項に規定される可能性を、継続的に放棄することを選択した。

 

(注1)　年次の破綻処理の実行可能性の評価の一環として、クレディ・アグリコル・グループは、2024年度のTLAC要件を

遵守するために上位優先債務を使用するという資本要件規制第72b条第3項に規定される可能性を、継続的に放棄

することを選択した。
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3.1.6.3.2　MREL比率

MREL（自己資本・適格債務最低基準）比率は、欧州「銀行再建・破綻処理指令」（BRRD）に定義されてい

る。この指令は、BRRDは欧州連合内の銀行の破綻処理の枠組みを策定するものであり、破綻処理機関に対し

て金融危機の回避、金融の安定維持および納税者の損失エクスポージャー削減のための共通の手段および権

限を提供することを目的としている。「BRRDⅡ」として知られる2019年5月20日付指令（EU）第2019/879号

は、BRRDを改正し、2020年12月21日付法令第2020-1636号によりフランス法に組み込まれた。

MREL比率は、破綻処理の際に損失を吸収するために必要な自己資本および適格債務のバッファーである。

BRRDⅡに基づき、MREL比率は、自己資本および適格債務の金額として計算され、リスク加重資産（RWA）の割

合およびレバレッジ比率のエクスポージャー（LRE）として表される。コーポレート・センターおよびその関

連会社により発行された適格債務、すなわち残余期間が1年超の劣後債、非上位優先債務および上位優先債務

の一部のほか、当行グループの合計規制資本が、MREL比率の分子となり得る。

要求される最低水準は、破綻処理当局の判断によって決定され、各機関に通知された後、定期的に改定さ

れる。2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループは、2024年6月30日から適用される以下の合計

最低MREL要件を満たさなければならない。

■　リスク加重資産の22.01％に加え、CRDⅤに従い、複合資本バッファー要件（クレディ・アグリコル・グ

ループについては、資本保全バッファー2.5％、G-SIBバッファー1％、0.06％のシステミック・リスク・

バッファーおよび2024年12月31日現在クレディ・アグリコル・グループについて0.77％に設定されたカ

ウンターシクリカル・バッファーを含む。）。クレディ・アグリコル・グループは、複合資本バッ

ファー要件を考慮し、MREL比率26.3％超を満たさなければならない。

■　レバレッジ比率のエクスポージャー6.25％。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループのMREL比率は、リスク加重資産の32.4％、レバ

レッジ・エクスポージャーの9.7％であり、合計MREL要件をはるかに上回っていた。

TLACの追加劣後要件（以下「劣後MREL」という。）についても破綻処理当局により定義され、クレディ・

アグリコル・グループの劣後MREL比率と同比率のTLACと同様に、リスク加重資産の割合およびレバレッジ比

率のエクスポージャーの割合（シニア債を除く。）で表されている。要求される最低水準は、破綻処理当局

の判断によって決定され、各機関に通知された後、定期的に改定される。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループは、2024年6月30日から適用される以下の劣後

MREL要件を満たさなければならない。

■　リスク加重資産の18.25％に複合資本バッファー要件を加えたもの（上記参照）。複合資本バッファー要

件を考慮すると、クレディ・アグリコル・グループは、22.6％超の劣後MREL比率を満たさなければなら

ない。

■　レバレッジ・エクスポージャーの6.25％

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループの劣後MREL比率は、リスク加重資産の26.9％、レ

バレッジ・エクスポージャーの8.0％であり、劣後MREL要件をはるかに上回っていた。

MREL要件（M-MDA）に関する最大分配可能額の適用基準は、G-SIBについては、リスク加重資産で表される

MREL、劣後MRELおよびTLAC要件の各基準のうち最も低いものとする。

2024年12月31日現在適用されている劣後MREL要件、すなわちCET1資本の28十億ユーロを考慮すると、2024

年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループは、M-MDA適用基準を430ベーシス・ポイント上回るバッ

ファーを有していることになる。

 

主要な指標－G-SIIに適用される自己資本比率および適格債務要件（EU KM2）

下表は、委員会実装規則（EU）第2021/763号第10条により要求される情報を提供するものである。クレ

ディ・アグリコル・グループに適用される破綻処理に関する比率およびMREL要件の概要を示す。

 

 MREL   TLAC   
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EU KM2：主要な指標－MRELおよび

TLAC

2024年

12月31日

2024年

12月31日

2024年

9月30日

2024年

6月30日

2024年

3月31日

2023年

12月31日

 自己資本および適格債務、比

率および構成要素（百万ユー

ロ）

 

 

    

1 自己資本および適格債務 211,486 175,673 173,769 169,911 168,662 164,066

EU-1a うち、自己資本および劣後

債務
175,673      

2 破綻処理グループのリスク・

エクスポージャー合計

（TREA）
(1)

653,368 653,368 635,856 627,666 617,810 609,852

3 自己資本および適格債務の

TREA比率
(1) 32.37％ 26.89％ 27.33％ 27.07％ 27.30％ 26.90％

EU-3a うち、自己資本および劣後

債務
26.89％      

4 破綻処理グループのエクス

ポージャー基準合計（TEM）

(1)

2,185,581 2,185,581 2,129,697 2,111,716 2,106,002 2,061,506

5 自己資本および適格債務の

TEM比率
(1) 9.68％ 8.04％ 8.16％ 8.05％ 8.01％ 7.96％

EU-5a うち、自己資本および劣後

債務
8.04％      

6a 規則（EU）第575/2013号第

72b条第4項の劣後性要件によ

る除外が適用されるか（5％

の除外要件）

 無 無 無 無 無

6b 規則（EU）第575/2013号第

72b条第3項により劣後性裁量

権を適用した場合に許容され

る非劣後適格債務性証券の総

額（最大3.5％免除）
(2)

 0 0 0 0 0

6c 劣後性除外上限が規則（EU）

第575/2013号第72b条第3項に

より適用される場合におけ

る、除外債務と同順位で発行

され、1行目で認識される調

達資金額を、上限が適用され

なかった場合における、除外

債務と同順位で発行され、1

行目で認識される調達資金で

除した割合（％）

 N/A N/A N/A N/A N/A

 自己資本・適格債務最低基準

（MREL）
      

EU-7 TREAの割合として表される

MREL
(3) 22.01％      

EU-8 うち、自己資本または劣後

債務によって満たされるも

の
(3)

18.25％      

EU-9 TEMの割合として表される

MREL
6.25％      

EU-10 うち、自己資本または劣後

債務によって満たされるも

の

6.25％      

(注1)　破綻処理に関する比率を計算する目的で、破綻処理グループの総エクスポージャー・リスク合計（TREA）は、ク

レディ・アグリコル・グループ・レベルのリスク加重資産（RWA）と等しく、破綻処理グループの総エクスポー
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ジャー基準（TEM）は、クレディ・アグリコル・グループ・レベルのレバレッジ比率エクスポージャー（LRE）と

等しい。

(注2)　年次の破綻処理の実行可能性の評価の一環として、クレディ・アグリコル・グループは、2024年度のTLAC要件を

遵守するために上位優先債務を使用するという資本要件規制第72b条第3項に規定される可能性を放棄することを

選択した。

(注3)　加えて、CRDⅤに従い、複合資本バッファー要件（クレディ・アグリコル・グループについては、資本保全バッ

ファー2.5％、G-SIBバッファー1％、0.06％のシステミック・リスク・バッファーおよび2024年12月31日現在ク

レディ・アグリコル・グループについて0.77％に設定されたカウンターシクリカル・バッファーを含む。）。

2024年12月31日現在クレディ・アグリコル・グループは、複合資本バッファー要件を考慮し、MREL比率26.3％超

および劣後MREL比率22.6％超を満たさなければならない。

 

破綻処理グループ・レベルのTLAC構成要素（EU-TLAC1）

下表は、委員会実装規則（EU）第2021/763号第11条によって要求される情報を提供するものである。クレ

ディ・アグリコル・グループに適用されるMRELおよびTLAC要件の対象となる自己資本および債務の構成要素

を示す。

 

 2024年12月31日

EU-TLAC1－MRELおよびTLAC比率の構成要素

（百万ユーロ）
MREL TLAC

MRELの対象で

ありTLACの対

象でないもの

 自己資本および適格債務ならびに調整    

1 普通株式等Tier 1資本（CET1） 112,202 112,202 -

2 その他Tier 1資本（AT1） 7,339 7,339 -

6 Tier 2資本（T2） 17,316 17,316 -

11 規則（EU）第575/2013号第92a条および指令第

2014/59/EU号第45条の目的における自己資本
136,857 136,857 -

 自己資本および適格債務：非規制資本要素    

12 破綻処理者により直接発行された除外債務に劣後す

る適格債務性証券（一定期間の適用除外なし）
34,913 34,913 -

EU-12a 破綻処理グループ内のその他の事業体により発行さ

れた除外債務に劣後する適格債務性証券（一定期間

の適用除外なし）

- - -

EU-12b 2019年6月27日より前に発行された、除外債務に劣

後する適格債務性証券（劣後については一定期間の

適用除外）

- - -

EU-12c Tier 2項目に分類されない場合の残余期間が1年以

上のTier 2商品
4,285 4,285 0

13 除外債務に劣後しない適格債務（一定期間の適用除

外なしのプレ・キャップ）
(1) 29,687 N/A N/A

EU-13a 2019年6月27日より前に発行された除外債務に劣後

しない適格債務（プレ・キャップ）
(1) 7,128 N/A N/A

14 CRR第72b条第3項の適用後の非劣後適格債務性証券

の金額（該当する場合）
(1)  N/A N/A

17 調整前の適格債務項目 74,630 38,817 35,813

EU-17a うち、劣後債務項目 38,817 38,817 0

 自己資本および適格債務：非規制資本要素の調整    

18 調整前の自己資本および適格債務項目 211,486 175,673 35,813

19 （マルチプル・ポイント・オブ・エントリー

（MPE）破綻処理グループ間のエクスポージャーの

控除）

 N/A  

20 （その他の適格債務性証券への投資の控除）  (381)  

22 調整後の自己資本および適格債務 211,486 175,673 35,813

EU-22a うち、自己資本および劣後債務 175,673   

 破綻処理グループのリスク加重エクスポージャー金

額およびレバレッジ・エクスポージャー基準
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23
リスク・エクスポージャー総額（TREA）

(2) 653,368 653,368 -

24
エクスポージャー基準合計（TEM）

(2) 2,185,581 2,185,581 -

 自己資本および適格債務の比率    

25 TREAの割合としての自己資本および適格債務 32.37％ 26.89％ 0.00％

EU-25a うち、自己資本および劣後債務 26.89％   

26 TEMの割合としての自己資本および適格債務 9.68％ 8.04％ 0.00％

EU-26a うち、自己資本および劣後債務 8.04％   

27 破綻処理グループの要件を満たした後に利用可能な

CET1（TREAの割合）
8.64％ 8.64％  

28 機関別の複合バッファー要件  4.32％  

29 うち、資本保全バッファー要件  2.50％  

30 うち、カウンターシクリカル・バッファー要件  0.77％  

31 うち、システミック・リスク・バッファー要件  0.06％  

EU-31a うち、グローバルなシステム上重要な機関（G-

SII）またはその他のシステム上重要な機関（O-

SII）のバッファー

 1.00％  

 メモランダム項目    

EU-32 規則（EU）第575/2013号第72a条第2項で言及される

除外債務総額
 884,671  

(注1)　年次の破綻処理の実行可能性の評価の一環として、クレディ・アグリコル・グループは、2024年度のTLAC要件を

遵守するために上位優先債務を使用するという資本要件規制第72b条第3項に規定される可能性を放棄すること

を選択した。

(注2)　破綻処理に関する比率を計算する目的で、破綻処理グループの総エクスポージャー・リスク合計（TREA）は、ク

レディ・アグリコル・グループ・レベルのリスク加重資産（RWA）と等しく、破綻処理グループの総エクスポー

ジャー基準（TEM）は、クレディ・アグリコル・グループ・レベルのレバレッジ比率エクスポージャー（LRE）

と等しい。

 

クレディ・アグリコル・グループの破綻処理対象会社レベルの債権者の順位（EU-TLAC3）

下表は、委員会実装規則（EU）第2021/763号第14条によって要求される情報を提供するものである。クレ

ディ・アグリコル・グループの破綻処理対象会社レベルで、満期およびTLAC適格に基づいた自己資本および

債務の内訳、ならびに通常の倒産手続における債権者の階層構造における順位を示す。

協同組合銀行グループについては、「拡大シングル・ポイント・オブ・エントリー（拡大SPE）」破綻処

理戦略が破綻処理当局によって支持されており、それによって、クレディ・アグリコル・エス・エーおよび

関連会社レベルで同時に破綻処理ツールが適用される。この点に関し、クレディ・アグリコル・グループが

破綻処理を行う場合には、クレディ・アグリコル・エス・エー（コーポレート・センターとしての立場にお

いて）およびそのすべての関連メンバーから成るペリメータが、全体として、拡大シングル・ポイント・オ

ブ・エントリーとみなされる。したがって、クレディ・アグリコル・グループの破綻処理対象会社は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよび関連会社から構成される。

 

EU TLAC3：クレディ・アグリコルの破綻処理対象会社レベルでの債権者の順位

（百万ユーロ）

2024年12月31日現在 （最劣後）   
支払不能

順位
(3)

（最優先）  

1 支払不能順位の記述
(1) 株式 AT1 Tier 2

無担保非上

位優先請求

権

無担保上位

優先請求権
合計

2 債務および自己資本 133,301 7,458 24,990 37,068 768,166 970,982

3 うち、除外債務 - - - - 123,999 123,999

4
除外債務を除いた、債務および自

己資本
133,301 7,458 24,990 37,068 644,166 846,983
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5

潜在的にMREL適格な自己資本およ

び債務である除外債務を除いた、

債務および自己資本のサブセット

(2)

133,301 7,458 20,227 34,913 36,815 232,713

6
うち、残余期間が1年以上2年

未満
- - 4,175 6,481 5,882 16,538

7
うち、残余期間が2年以上5年

未満
- - 3,628 18,917 17,567 40,111

8
うち、残余期間が5年以上10年

未満
- - 7,791 8,130 12,230 28,150

9
うち、残余期間が10年以上

（永久証券を除く。）
- - 4,633 1,385 1,136 7,154

10 うち、永久証券 133,301 7,458 - - - 140,758

(注1)　支払不能順位は最劣後から最優先のものを示している。一般銀行業務リスク引当金を除く資本、その他Tier 1証

券として認識されるかまたは認識された2020年12月28日より前に発行された超劣後債務ならびに、全面的また

は部分的にその他Tier 1として認識される2020年12月28日以降に発行された超劣後債務、Tier 2証券として認

識されるかまたは認識された2020年12月28日より前に発行された劣後債務ならびに、全面的または部分的に

Tier 2として認識される2020年12月28日以降に発行された劣後債務、フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-4

条に基づく非上位優先債務、フランス通貨金融法典第L.613-30-3-I-3条に基づく上位優先債務

(注2)　残余期間が1年未満の証券および破綻処理グループ内の事業体向けに発行された証券は、MRELを満たす適格債務

には含まれない。

(注3)　債務不履行時に使用される債権者の順位は、フランスで適用されるACPRグリッドに対応する。

 

上記の表は、2024年度におけるクレディ・アグリコル・グループの破綻処理対象会社の範囲を示したもの

である。前年度は、クレディ・アグリコル・エス・エーの破綻処理対象会社の範囲のみが示されていた。

 

3.1.6.4　経済資本の適正性

当行グループがさらされている（またはさらされる可能性のある）リスクをカバーするための十分な資本

水準を評価し、永続的に維持するために、当行グループは、適正資本の規制的観点についての枠組みを、経

済的な内部的観点から補っている。したがって、経済資本要件（第2の柱）は、規制資本要件（第1の柱）を

補う。経済資本要件は、リスク特定プロセスおよび内部アプローチを使用する評価に基づいている。経済資

本要件は、当行グループの利用可能な自己資本を内部で評価したものである内部自己資本によってカバーさ

れなければならない。

経済資本要件の評価はICAAPの構成要素の1つであり、より不利なシナリオが当行グループのリスク水準お

よびソルベンシーに及ぼす影響についての将来予測を導入することを目的とするストレス・テスト・プログ

ラムも対象とする。

適正資本の経済的見通しの監視および管理は、主要な規制の解釈に従って策定される。

■　バーゼル合意

■　2020年12月21日付の法令によりフランスの規則に組み込まれたCRDⅤ

■　欧州銀行監督機構のガイドライン

■　ICAAPおよびILAAPに対する指針ならびにこの問題に関して統一的に収集された情報

ICAAPは第一に内部プロセスであり、それを適切に実施するかどうかは各機関の責任である。ICAAPの実施

および更新の責任は各子会社が負う。

 

ICAAPに関する情報（EU OVC）

以下の項目は、CRRⅡ第438（aおよびc）条により要求される情報を提供するものである。

経済資本要件の測定に係る当行グループのアプローチは、クレディ・アグリコル・グループ、クレディ・

アグリコル・エス・エーおよびフランス国内外における当行グループの主要な事業体レベルにおいて実施さ

れている。
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リスク特定プロセスの主な目標は、当行グループの貸借対照表、損益計算書、健全性比率、または事業体

もしくは当行グループの評判に影響を与える可能性の高いすべての主要なリスクを正確に特定すること、な

らびにグループ規模の標準的なアプローチでカテゴリおよびサブカテゴリに分類することである。リスク特

定の次の目標は、これらのリスクの重要性を体系的かつ徹底的に評価し、最終的に主要なリスクのリストを

作成することである。

リスク特定プロセスは、リスク部門およびその他の統制機能から収集した情報に基づく内部分析ならびに

外部の情報源から得られた情報に基づく追加分析等、複数のデータを検討する。プロセスは、各事業体によ

り当行グループ向けに正式決定され、リスク部門によって調整され、取締役会によって承認される。

主要な各リスクに関する経済資本要件は、以下のとおり定量化される。

■　第1の柱を通じて既にカバーされているリスク測定を見直し、必要に応じて経済資本調整によって完成さ

せる。

■　第1の柱にはなかったリスクには、内部アプローチに基づき、経済資本要請の特別な計算を用いる。

■　一般に、経済資本要請の測定は1年の計算期間で、分位点（損失発生確率）を用いて行われる。そのレベ

ルは当行グループの外部格付に関する選好に基づいて決定される。

■　最後に、経済資本要請の測定は、同じグループ内（銀行・保険会社間を含む。）において事業活動を幅

広く展開することによる分散化の効果を、慎重に考慮する。

当行グループ内の固有のガバナンスにより、経済資本要件の測定に用いられるすべてのリスク定量化手法

の一貫性が確保されている。

経済資本要件の測定は、当該日時点の資本計画予測と矛盾しない当年度の予測によって補完される。これ

は、活動の変化がリスク特性に与える影響を組み込むためである。

2024年12月31日現在、リスク特定プロセスにおいて特定された主要なリスクは、経済資本要件の評価に際

してすべて考慮されている。当行グループは特に、銀行ポートフォリオにおける金利リスク、発行者リス

ク、事業および戦略リスク、信用リスクならびに流動性価格リスクを測定する。

当行グループは、当行グループにとっての保険事業の重要性を考慮しかつ継続企業の前提を原則とした、

コングロマリット・アプローチに基づく内部自己資本（自己資本の内部的な見方）が経済資本要件をカバー

することを保証する。クレディ・アグリコル・グループ・レベルでは、内部自己資本は、2024年12月31日現

在の経済資本要件の約190％をカバーしていた。

クレディ・アグリコル・エス・エーの各事業体は、自己の経済資本要件を測定する必要性から、当行グ

ループが策定した基準および手法に従って自己の経済資本を計算する責任を有する。具体的には、各事業体

は、自己のICAAPアプローチが適切に組織および管理されていることを保証しなければならない。各事業体に

より測定された経済資本要件は、クレディ・アグリコル・エス・エーに詳細に報告される。

定量的側面に加えて、当行グループのアプローチは、定性的要素にも依拠している。これは、事業部門の

リスクに対するエクスポージャーおよびその恒常的統制を示すことで、経済資本要件の計算を補完するもの

である。定性的要素は、3つの目標を満たしている。

■　リスク管理システムおよび事業体の統制を、その配置範囲内で、異なる座標軸に沿って評価すること。

この評価は、リスク特定システムの一要素である。

■　必要に応じて、事業体が策定する行動計画の形で、リスク管理および恒常的統制システムの改善点を特

定および正式決定すること。

■　ICAAPの定量的基準によって適切に捕捉できていない要素を特定すること。

 

3.1.7　規制資本の補遺

3.1.7.1　エクイティ・エクスポージャーの取扱いにおけるCRRⅡに基づく会計上および規制上の範囲の相違

（EU LIA－下記3.2および3.3も参照。）

 

株式投資の種類 会計上の取扱い 完全実施ベースのバーゼル3の規制上の取扱い
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金融業を営む子会社 全部連結 子会社の業務に関する資本要件が生じる全部連結

共同保有する金融業を営む子会社 持分法 比例連結

保険業を営む子会社 全部連結 当行グループが「金融コングロマリット」と認識

されていることによる持分法を用いたかかる株式

投資の規制上の取扱い：

－CET1証券は、加重比率370％（非上場企業の場

合）かつ予想損失2.4％。銀行監督機関による承

認を条件とし、承認が得られない場合は、子会

社のCET1金融商品の当行グループのCET1証券合

計からの控除。

－AT1証券およびTier 2証券は当行グループの同等

の金融商品の合計から控除。

また、過年度と同様に、クレディ・アグリコル・

エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グルー

プは、金融コングロマリットに適用されるさらな

る資本要件および資本適正比率が課される。

事実上の金融業への10％を超える

株式投資

持分法

金融機関への株式投資

CET1の17.65％の除外基準を超える、CET1証券の

CET1からの控除。CET1の10％基準で計算された後

に適用されるかかる除外基準は、一時差異から発

生する将来の収益性に依拠する繰延税金資産の非

控除部分に共通する。

AT1証券およびTier 2証券は当行グループの同等ク

ラスの商品の合計から控除。

金融業または保険業への10％以下

の株式投資

株式投資ならびに回収および

売却目的保有有価証券

CET1の10％の除外基準を超える、CET1証券、AT1証

券およびTier 2証券の控除。

グローバルなシステム上重要な機

関（G-SII）における10％以下の

投資

金融資産 （グローバルなシステム上重要な機関に対する）

CET1の10％の除外基準を超える、適格要素の控

除、または十分な要素がない場合はTier 2証券の

控除。

ABCP（資産担保コマーシャル・

ペーパー）事業証券化ビークル

全部連結 かかる仕組み（流動性ファシリティおよび信用

状）に関する持分法適用価額ならびにコミットメ

ントのリスク加重。

 

3.1.7.2　適用範囲に関するその他定性的情報（EU LIB）

 

3.1.7.2.1　親会社およびその子会社との間の株式の譲渡または負債の速やかな返済に対する障害に関する情

報

当行グループは、親会社およびその子会社ならびに地域銀行との間の株式の速やかな譲渡および負債の速

やかな返済について、欧州連合加盟国以外の関連金額が僅少であるため、重大な障害は認識していない。

 

3.1.7.2.2　連結範囲に含まれない子会社に関する情報

独占的支配下、共同支配下および重要な影響下にある従来の企業ならびに連結範囲に含まれない支配構造

化企業に関する情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーのウェブサイト（https://www.credit-

agricole.com/en/finance/financial-publications ） の 「 URD/Amendments/Pillar 3 and regulatory

information」の「Information about the non-consolidated entites not included in the consolidation

scope and equity investments_CASA_31122024」で閲覧可能である。

 

3.1.7.3　会計上および規制上の連結範囲の相違

会計上は連結されているが、連結ベース上、金融機関の規制上の連結範囲には含まれない事業体は、主と

して保険会社、および規制上持分法が適用される複数の特別事業体である。また、2013年12月31日時点では

会計上比例連結され、現在はIFRS第11号に基づき持分法が適用されている事業体は、規制上は現在も比例連

結される。これらの事業体およびその連結手法に関する会計上の情報は、連結財務書類に対する注記12
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「2024年12月31日現在の連結範囲」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年

12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

会計上の連結範囲と規制上の連結範囲の間の相違は、規制資本の補遺（LI3）に記載されている。
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会計上および規制上の連結範囲の相違ならびに財務書類と規制リスク・カテゴリの対応（LI1）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

a b c d e f g

公表された

財務書類に

計上された

帳簿価額

規制上の連

結範囲に基

づく帳簿価

額

以下の項目の帳簿価額

信用リスク

の枠組みに

よるもの

カウンター

パーティー

の信用リス

クの枠組み

によるもの

証券化の

枠組みに

よるもの

市場リスク

の枠組みに

よるもの

資本要件に

よらないも

のまたは資

本からの控

除によるも

の

資産        

現金および中央銀行預け

金
162,339 162,656 162,656 - - - -

売却目的利用可能金融資

産
371,156 371,110 1,145 296,281 - 220,738 -

その他純損益を通じて公

正価値で測定する金融資

産

229,763 8,586 8,586 - - - 0

ヘッジ手段のデリバティ

ブ
19,194 18,962 - 18,962 - - -

再生利用可能な自己資本

を通じて公正価値で会計

処理された負債性金融商

品

217,494 41,865 33,473 2,086 6,305 - 1

再生利用不可能な自己資

本を通じて公正価値で会

計処理された資本性金融

商品

6,106 3,211 3,211 - - - 0

金融機関に対する貸出金

および債権
565,403 564,099 547,963 16,136 - - 0

顧客に対する貸出金およ

び債権
548,101 543,262 535,442 7,819 - - 0

満期まで保有された金融

資産
88,971 79,364 74,969 4,395 - - 0

金利ヘッジ・ポートフォ

リオに係る再評価調整
(242) (242) - - - - (242)

繰延税金資産 5,032 5,395 5,395 - - - -

未収収益、前払金および

その他の資産
51,934 52,523 47,828 4,448 - 633 248

売却目的保有の非流動資

産
822 0 0 - - - -

発行済保険契約－資産 10 - - - - - -

保有する再保険契約－資

産
1,021 - - - - - -

持分法適用会社に対する

投資
2,928 11,118 9,785 - - - 1,332

投資不動産 10,363 155 155 - - - -

有形固定資産 9,712 14,426 14,426 - - - -

無形資産 3,412 3,337 - - - - 3,337

のれん 16,263 16,078 - - - - 16,078

資産合計 2,309,782 1,895,903 1,445,033 350,127 6,305 221,370 20,753

負債        
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中央銀行からの預り金 1,389 1,395 - - - - 1,395

売却目的利用可能金融負

債
311,824 312,276 - 135,754 - - 176,522

オプションを通じて公正

価値で測定される金融負

債

101,713 89,854 - - - - 89,854

ヘッジ手段のデリバティ

ブ
27,261 27,023 - - - - 27,023

金融機関に対する債務 178,418 161,530 - 10,441 - - 151,089

顧客に対する債務 868,115 886,056 - 4,212 - - 881,843

債務証券 284,512 255,547 - - - - 255,547

金利ヘッジ・ポートフォ

リオに係る再評価調整
(7,241) (7,241) - - - - (7,241)

当期および繰延税金負債 3,243 3,709 3,444 - - - 265

未払費用、繰延収益およ

びその他の負債
61,068 55,203 6,424 - - - 48,779

売却目的保有非流動資産

に係る負債
194 - - - - - -

発行済保険契約－負債 362,862 - - - - - -

保有する再保険契約－負

債
70 - - - - - -

引当金 3,770 3,875 - - - - 3,875

劣後債務 29,273 23,977 - - - - 23,977

負債合計 2,226,471 1,813,204 9,868 150,408 - - 1,652,929

株主持分 83,311 82,698 - - - - 82,698

株主持分－当行グループ

の持分
74,710 74,690 - - - - 74,690

資本金および剰余金 30,904 30,904 - - - - 30,904

利益剰余金 38,688 38,670 - - - - 38,670

その他の包括利益 (1,969) (1,969) - - - - (1,969)

売却目的保有非流動資

産および非継続事業に

係るその他の包括利益

- - - - - - -

当期純利益／（損失） 7,087 7,085 - - - - 7,085

非支配株主持分 8,601 8,008 - - - - 8,008

負債および株主持分合計 2,309,782 1,895,903 9,868 150,408 - - 1,735,627

エクスポージャーは複数のリスクタイプに対する場合もあるため、規制上の連結範囲の帳簿価額（b列）は、リスク

別の内訳（c列からg列）の合計とは一致しない。
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3.2　規制エクスポージャー額と財務書類における帳簿価額の相違の主要な要因（LI2）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

a b c d e

合計

以下の項目の帳簿価額

信用リスクの

枠組み

カウンター

パーティー

の信用リス

クの枠組み

証券化の

枠組み

市場リスク

の枠組み
(1)

1

規制上の連結範囲に基づく資産の帳簿価

額

（欧州連合のLI1テンプレートに

従う）
(2)

1,875,149 1,445,033 350,127 6,305 221,370

2

規制上の連結範囲に基づく負債の帳簿価

額（欧州連合のLI1テンプレートに従

う）

(160,276) (9,868) (150,408) - -

3 規制上の連結範囲に基づく合計純額 1,714,873 1,435,165 199,720 6,305 221,370

4 オフバランスシートの金額
(3) 743,263 158,519 - 55,770  

5 評価の相違 49,260 8,171 41,089 -  

6 相殺規則の相違 (156,175) - (156,175) -  

7 引当金を考慮することによる相違 8,435 8,435 0 -  

8
信用リスク軽減テクニック（CRMs）の行

使による相違
(20,223) (20,223) - -  

9 クレジット換算係数による相違 (128,637) - - -  

10 リスク移転を伴う証券化による相違 - - - -  

11 その他の調整 (14,057) (19,581) 5,525 -  

12
規制上の目的を考慮したエクスポー

ジャーの額
1,722,718 1,570,485 90,158 62,075  

(注1)　市場リスクに関連するエクスポージャーには、デリバティブのカウンターパーティー・リスクの計算の対象とな

るエクスポージャーが含まれる。

(注2)　「合計」の列には、健全性資本から控除される資産が含まれる。

(注3)　「オフバランスシートの金額」の「合計」の列に表示されている金額は、CCF適用前のエクスポージャーに関連し

ており、残りの列に表示されている金額がCCF適用後であるため、これらの合計額とは一致しない。

 

3.3　規制資本の補遺

連結範囲の相違の概要（LI3：事業体別）
(1)

2024年12月31日現在

a b c d e f g h

  規制上の連結方法  

企業名
会計処理

方法

全部

連結

比例

連結
持分法

非連結

かつ

非控除

控除 企業の概要

クレディ・アグリコル－グループ・

インフラストラクチャー・プラット

フォーム

持分法  ×  

  
情報および

コミュニケーション

クレディ・アグリコル・トランジシ

オン・エ・エネルジ
持分法  ×  

  
専門、科学および技術事業
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クレディ・アグリコル・イモビリ

エ・コーポレート・エ・プロモシオ

ン

持分法  ×  

  

不動産事業

クレディ・アグリコル・イモビリエ 持分法  ×    専門、科学および技術事業

クレディ・アグリコル・イモビリ

エ・プロモシオン
持分法  ×  

  
建設事業

クレディ・アグリコル・セルヴィ

ス・イモビリエ
持分法  ×  

  
不動産事業

スクエア・アビタ・ラングドック 持分法  ×    不動産事業

クレディ・アグリコル・イモビリ

エ・セルヴィス
持分法  ×  

  
不動産事業

BforBankエス・エー 持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

スデコ 持分法  ×    不動産事業

スクエア・アビタ・アルプ・プロ

ヴァンス
持分法  ×  

  
不動産事業

ノルマンディー・セーヌ・イモビリ

エ
持分法  ×  

  
不動産事業

スクエア・アビタ・トゥールーズ31 持分法  ×    不動産事業

スクエア・アビタ・フランシュ－コ

ンテ
持分法  ×  

  
不動産事業

スクエア・アビタ・ソントル・フラ

ンス
持分法  ×  

  
不動産事業

アディモ 持分法  ×    不動産事業

SASスクエア・アビタ・プロヴァン

スCO

持分法
 

×
 

  不動産事業

キャビネ・エスパルジリエール 持分法  ×    不動産事業

スクエア・アビタ・ソントル・ウエ

スト

持分法
 

×
 

  不動産事業

スクエア・アビタ・オート・アルプ 持分法  ×    不動産事業

スクエア・アビタ・キャビネ・

リュート

持分法
 

×
 

  不動産事業

スクエア・アビタ・ヴォクリューズ 持分法  ×    不動産事業

スクエア・アビタ・アルザス・

ヴォージュ

持分法
 

×
 

  不動産事業

コトワ 持分法  ×    不動産事業

ネクシティ・プロパティ・マネジメ

ント
持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

SCI D2 CAM 持分法  ×    不動産事業

UPTEVIA（旧CACEISコーポレート・

トラスト）
持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

ユニ-メディア 全部連結   ×
  情報および

コミュニケーション

クレディ・アグリコル・アシュラン

ス
全部連結   ×

  金融および保険事業－

保険

クレディ・アグリコル・ライフ・イ

ンシュランス・カンパニー・ジャパ

ンLtd.

全部連結   ×

  
金融および保険事業－

保険
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CAアシキュラツィオーニ 全部連結   ×
  金融および保険事業－

保険

クレディ・アグリコル・クレディ

ター・インシュランス（CACI）
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融および保険サービスの

補助事業

スピリカ 全部連結   ×
  金融および保険事業－

保険

クレディ・アグリコル・アシュラン

ス・ソリューションズ
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

プレディカ 全部連結   ×
  金融および保険事業－

保険

パシフィカ 全部連結   ×
  金融および保険事業－

保険

クレディ・アグリコル・アシュラン

ス・ルトレット
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

クレディ・アグリコル・ライフ・イ

ンシュランス・ユロップ
全部連結   ×

  金融および保険事業－

保険

CDTアグリ・ジェチェ・トゥ 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

ムドゥム・セグロス 全部連結   ×
  金融および保険事業－

保険

クレディ・アグリコル・ヴィータ・

エス・ピー・エー
全部連結   ×

  金融および保険事業－

保険

クレディ・アグリコル・トヴァルジ

ストヴォ・ウベズピェチェニ・スポ

ウカ・アクツィイナ

全部連結   ×

  
金融および保険事業－

保険

UBAF 持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

CAIRSアシュランス・エス・エー 全部連結   ×
  金融および保険事業－

保険

アトランティック・アセット・セ

キュリタイゼーションLLC
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

LMA SA 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

ヘパイストス・マルチデバイシズ

FCT
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

パシフィックUSD FCT 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

パシフィックEUR FCC 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）
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パシフィックIT FCT 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

トリプルP FCC 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

ラ・ファイヤット・アセット・セ

キュリタイゼーションLLC
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

L・アンド・Eサービシズ 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

DEMETRコンパルティモンJA 202 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

DEMETRコンパルティモンTS EU 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

DEMETRコンパートメントGL-2023 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

FCTオデッセイ 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

DEMETRコンパートメントDEMETR-EL

OFF B/S-2024
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

DEMETRエア・タイム-2024 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

サンタンデールCACEISラタム・ホー

ルディング1エス・エル
持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

サンタンデールCACEISブラジル・パ

ルティシパソス・エス・エー
持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

バンコ・サンタンデールCACEISメキ

シコ・エス・エー　マルチバンキン

グ機関

持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

サンタンデールCACEISラタム・ホー

ルディング2エス・エル
持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

サンタンデールCACEISブラジル

D.T.V.M.エス・エー
持分法  ×  

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

CAオート・リインシュアランスDAC 全部連結   ×   
金融および保険事業－

保険

CAオート・インシュアランス・ヘラ

ス・エス・エー
全部連結   ×   

金融および保険事業－

金融および保険サービスの

補助事業
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リーシーズ・イタリア・エス・

ピー・エー
持分法  ×    

管理およびサポート・

サービス事業

CAフェアズィッヒェルングーサービ

スGMBH
全部連結   ×   

金融および保険事業－

金融および保険サービスの

補助事業

リーシーズ・エス・エー・エス 持分法  ×    

金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

フリーカーズ 全部連結   ×   輸送および倉庫業

CACIリインシュランスLtd. 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融および保険サービスの

補助事業

スペース・ホールディング（アイル

ランド）リミテッド
全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

スペース・リュクス 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

CACIライフ・リミテッド 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

CACIノン・ライフ・リミテッド 全部連結   ×

  金融および保険事業－

金融サービス事業（保険お

よび年金基金を除く。）

(注1)　連結範囲の詳細は、連結財務書類に対する注記12.4（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日お

よび2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されて

いる。

保険事業体により保有され、連結財務書類に対する注記13（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月

31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に詳細

が示されている投資信託、ULおよびSCI（非売買目的不動産投資企業）のファンドは、それらを保有する事業体

の規制上の取扱いにおいて同じ会計処理に従う。
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3.4　リスク加重資産の構成および変化

3.4.1　リスク加重資産の概要

3.4.1.1　リスク・エクスポージャー合計金額の概要（OV1）

信用リスク、市場リスクおよび業務リスクに関するリスク加重資産は、2023年12月31日現在が387.5十億

ユーロであったのに対して、2024年12月31日現在は415.2十億ユーロであった。

 

2024年12月31日

（百万ユーロ）

リスク・エクスポージャー額合計（リスク加重資産） 自己資本要件合計

2024年12月31日 2024年9月30日 2023年12月31日 2024年12月31日

1 信用リスク（カウンターパー

ティーの信用リスク（CCR）を

除く。）

326,054 316,583 302,806 26,084

2 うち、標準的アプローチ 115,222 109,623 104,789 9,218

3 うち、基礎的IRB（F-IRB）

アプローチ
17,547 16,614 14,986 1,404

4 うち、スロッティング・ア

プローチ
- - - -

EU-4a うち、簡易リスク加重アプ

ローチに基づくエクイティ
44,687 49,542 46,386 3,575

5 うち、先進的IRB（A-IRB）

アプローチ
143,987 136,277 130,913 11,519

6 カウンターパーティー信用リ

スク-CCR
25,960 24,342 24,443 2,077

7 うち、標準的アプローチ 4,486 3,565 3,231 359

8 うち、内部モデルに基づく

方法（IMM）
10,459 9,519 10,935 837

EU-8a うち、CCPに対するエクス

ポージャー
760 716 803 61

EU-8b うち、信用評価調整-CVA 4,922 4,914 5,201 394

9 うち、その他のCCR 5,333 5,630 4,274 427

15 決済リスク 2 9 4 0

16 非トレーディング勘定におけ

る証券化エクスポージャー

（キャップ後）

9,562 8,938 8,990 765

17 うち、証券化-IRBアプロー

チ
1,479 1,625 2,148 118

18 うち、証券化-ERBアプロー

チ（内部評価アプローチを

含む。）

6,048 5,572 5,195 484

19 うち、証券化-標準的アプ

ローチ
2,001 1,708 1,640 160

EU-19a うち、1,250％／控除 34 34 7 3

20 ポジション、外国為替および

コモディティ・リスク（市場

リスク）

11,677 11,405 12,717 934

21 うち、標準的アプローチ 4,069 3,913 4,977 326

22 うち、IMA 7,608 7,491 7,740 609

EU-22a 大規模エクスポージャー - - - -

23 業務リスク 41,985 41,018 38,585 3,359

EU-23a うち、基礎的アプローチ - - - -

EU-23b うち、標準的アプローチ 17,825 17,005 15,235 1,426

EU-23c うち、先進的計測アプロー

チ
24,160 24,012 23,350 1,933

24 控除基準を下回る金額（リス

ク加重250％）
9,798 10,337 11,908 784

29 合計 415,240 402,294 387,545 33,219
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クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク管理アプローチについての情報（EU OVA）は、「2．リスク管

理」および「第5　提出会社の状況－3　コーポレート・ガバナンスの状況等」の項に記載されている。

■　リスクに関する簡潔な記述については、2.1「リスク選好、リスク管理の統制および組織」の「リスクの

概要」の項を参照。

■　各リスクタイプのリスク統制構造については、2.1「リスク選好、リスク管理の統制および組織」の「リ

スク管理組織」の項を参照。

■　リスク管理・統制システムおよびその一貫性についての管理組織による審査および承認については、

「第5　提出会社の状況－3　コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概

要－取締役会の報告」の項を参照。

■　リスク報告および／または評価システムの範囲および性質については、2.4「信用リスク」の項を参照。

■　情報およびリスク評価システムの主な特徴については、それぞれ2.4.Ⅱ.2．「リスク測定方法およびシ

ステム」、2.5.Ⅲ．「市場リスクの測定および監督方法」、2.6「資産および負債管理」、2.7「保険部

門のリスク」および2.8「業務リスク」、2.1「リスク選好、リスク管理の統制および組織」ならびに

「リスク管理組織」の項において情報システムの堅牢性および全体的なリスクの統合を議論している段

落（BCBS 239）を参照。

■　個別のリスク・カテゴリごとに整備されているリスク管理戦略およびプロセスについては、それぞれ

2.3.Ⅲ．「クレディ・アグリコル・エス・エー固有の内部統制システムならびにリスクの統制および監

視システム」および「2．リスク管理」の主要なリスクタイプについての記述を参照。

■　リスク管理、ヘッジおよび軽減の戦略およびプロセス、ヘッジおよび軽減手法の有効性の監視について

は、それぞれ2.3.Ⅱ．「内部統制システムの組織の原則」、「2．リスク管理」の主要なリスクタイプに

ついての記述、「3．第3の柱に基づく開示」および3.4.2.4.1「信用リスク軽減テクニック」の項を参

照。

 

コーポレート・ガバナンスに対するクレディ・アグリコル・エス・エーのアプローチ（EU-OVB）について

の情報は、「第5　提出会社の状況－3　コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナン

スの概要」および「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－2．リスク管理」に記

載されている。

■　経営陣の役職数については、「第5　提出会社の状況－3　コーポレート・ガバナンスの状況等－(2) 役

員の状況－業務執行役員および経営機関の情報－業務執行役員の情報」を参照。

■　経営陣の選任に関する採用方針ならびにその知見、技能および専門知識については、「第5　提出会社の

状況－3　コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要－取締役会の報

告」における「指名・統治委員会」の項および「取締役会の活動」の「取締役会の経営機関との関係お

よび主要機能の継承計画」の項を参照。

■　経営陣の選任に係る多様性方針については、「取締役会の報告」の「ガバナンスおよび多様性に関する

方針」を参照。

■　リスク委員会およびその会合の頻度については、「取締役会の報告」の「リスク委員会」の項を参照。

■　リスクに関する情報の管理組織への流れについては、「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び

対処すべき課題等－2．リスク管理」における2.1「リスク選好、リスク管理の統制および組織」の「リ

スク管理組織」の項を参照。
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3.4.1.2　事業セグメント情報

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

信用リスク

信用

リスク

信用評価

調整

リスク

業務

リスク

市場

リスク

リスク

加重資産

合計

標準的ア

プローチ

加重アプ

ローチIRB

IRBアプ

ローチ
(1)

CCPデフォ

ルト・

ファンド

への寄与

フランス国内リテー

ル・バンキング
5,048 2,299 46,510 - 53,857 33 2,915 7 56,812

国際リテール・バン

キング
32,854 - 7,954 - 40,808 10 5,994 42 46,854

資産収集および保険 11,313 34,711 1,310 - 47,334 273 9,669 266 57,542

専門金融サービス 49,072 2,273 20,398 - 71,742 170 4,237 24 76,174

大口顧客 16,182 955 99,281 592 117,010 4,436 17,302 9,099 147,847

コーポレート・セン

ター
7,705 9,058 9,140 - 25,904 - 1,869 2,240 30,012

リスク加重資産合計 122,174 49,296 184,593 592 356,656 4,922 41,985 11,677 415,240

(注1)　事業部門により、先進的IRBまたは基礎的IRBアプローチ

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

信用リスク

信用

リスク

信用評価

調整

リスク

業務

リスク

市場

リスク

リスク

加重資産

合計

標準的ア

プローチ

加重アプ

ローチ

IRB

IRBアプ

ローチ
(1)

CCPデフォ

ルト・

ファンド

への寄与

フランス国内リテー

ル・バンキング
5,035 2,322 42,896 - 50,253 12 2,780 11 53,056

国際リテール・バンキ

ング
33,939 987 8,428 - 43,354 14 5,475 41 48,884

資産収集および保険 8,096 34,986 1,193 - 44,275 342 8,216 106 52,939

専門金融サービス 41,306 3,101 20,029 - 64,436 195 4,202 22 68,854

大口顧客 15,494 1,304 87,807 586 105,191 4,639 16,413 8,658 134,900

コーポレート・セン

ター
6,515 9,418 7,601 - 23,534 - 1,501 3,878 28,913

リスク加重資産合計 110,384 52,118 167,954 586 331,042 5,201 38,585 12,717 387,545

(注1)　事業部門により、先進的IRBまたは基礎的IRBアプローチ

 

3.4.1.3　リスク加重資産の変動

下表は、クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク加重資産について、2024年度中の変動を表したもの

である。

 

（百万ユーロ）
2023年

12月31日
外国為替

基本的変化

および

最適化

保険の持分法

適用価額
範囲

手法および

規制の変化

2024年度に

おける

変動合計

2024年

12月31日

信用リスク 331,042 1,514 20,442 874 3,071 (287) 25,614 356,656

うち、株式リスク 52,118 - (2,734) 874 1,211 (2,173) (2,822) 49,296

CVA 5,201 - (279) - - - (279) 4,922

市場リスク 12,717 - (340) - - (700) (1,040) 11,677

業務リスク 38,585 - 2,517 - 883 - 3,400 41,985

合計 387,545 1,514 22,339 874 3,954 (987) 27,695 415,240

 

クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク加重資産は、前期比27.7十億ユーロ増加（またはプラス

7.1％）して、2024年12月31日現在415.2十億ユーロとなった。
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事業部門（為替による影響を含む。）による寄与は、プラス23.9十億ユーロとなった。これには、法人営

業および投資銀行に牽引される大口顧客部門のリスク加重資産の15.8十億ユーロの増加（うちプラス2.2十億

ユーロが為替の影響によるもの）、事業の成長に関連する専門金融サービス部門のリスク加重資産の3.6十億

ユーロの増加、リテール・バンキング部門のリスク加重資産の3.2十億ユーロの増加、資産収集部門のリスク

加重資産の1.2十億ユーロの増加が含まれる。さらに、保険持分法適用価額の変更により、リスク加重の資産

にプラス0.9十億ユーロの影響があった。

合併・買収は、リスク加重資産の増加に4十億ユーロ寄与し、これにはリスク加重資産で2.6十億ユーロの

デグルーフ・ピーターカムの買収、バンコBPMおよびワールドラインの資本における非支配株主持分の買収、

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジの設立を含む、当年度中に実施された様々な取引が

関わっている。さらに、手法および規制の影響はマイナス1十億ユーロ（特に法人営業および投資銀行への規

制上のプラスの影響により相殺された、バーゼル4の実施の一環としてのリース事業の統合に関連するプラス

4.2十億ユーロを含む。）のプラスの影響をもたらした。

 

3.4.2　信用リスクおよびカウンターパーティー・リスク

定義：

■　デフォルト率（PD）：取引相手先が1年以内に債務不履行に陥る可能性

■　債務不履行時エクスポージャー（EAD）：債務不履行時のエクスポージャー額。エクスポージャーの概念

には、オンバランスシート資産およびオフバランスシート・コミットメントの一部が含まれる。

■　債務不履行時の損失（LGD）：取引相手先の債務不履行に対するエクスポージャーによって発生した損失

と、債務不履行時のエクスポージャー額との比率

■　総エクスポージャー：反対取引の効果を調整後で、かつ、信用リスク軽減テクニック（保証および担

保）およびクレジット換算係数（CCF）の適用前の、エクスポージャー額（オンバランスシートおよびオ

フバランスシート）

■　クレジット換算係数（CCF）：債務不履行時に実行されリスクが生じるコミットメントの未使用部分と、

承認された制限または場合により未承認の制限（いずれか高い方）に基づき計算されたコミットメント

の未使用部分との比率

■　予想損失（EL）：当行が1年以内に貸付金勘定に認識しなければならないと予測される平均損失額

■　リスク加重資産（RWA）：リスク加重資産は、各債務不履行時のエクスポージャーに加重比率を適用する

ことで計算される。この比率は、エクスポージャーの特徴および使用する計算手法（IRBまたは標準）に

応じて異なる。

■　評価調整額：信用リスクによって特定の資産に発生する減損損失。部分的評価引下げまたは資産の帳簿

価額からの控除のいずれかによって認識される。

■　外部信用格付：規則（EC）第1060/2009号によって承認された外部信用格付機関が決定した信用格付

 

信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクの変化の概要は3.4.2.1項に記載されている。続いて規

制アプローチ（標準的手法およびIRBアプローチ）による信用リスクの詳細は3.4.2.2項に記載されている。

カウンターパーティー・リスクについては3.4.2.3項に、また3.4.2.4項において信用リスクおよびカウン

ターパーティー・リスクの軽減テクニックが述べられている。

信用リスクの一般的な定性的情報（EU CRA）は、「2．リスク管理」に記載されている。

■　リスクに関する簡潔な記述については、2.1「リスク選好、リスク管理の統制および組織」の「全体的な

リスク特性」の項を参照。

■　信用リスク管理戦略およびプロセス、ならびにリスク軽減方針については、それぞれ2.4.Ⅱ.1．「リス

ク・テーキングの一般原則」および2.4.Ⅱ.4．「信用リスク軽減メカニズム」を参照。

■　リスク管理機能の構造および組織についての情報は、2.3.Ⅲ．の「リスク管理および恒常的統制部門」

の項を参照。
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■　リスク管理機能のために採用されたその他の規定については、2.3.Ⅱ．の「グループ全体で運用される3

つの事業部門」の項を参照。

 

3.4.2.1　信用リスクおよびカウンターパーティー・リスクの概要

3.4.2.1.1　リスクタイプ別エクスポージャー

下表は、2024年12月31日現在および2023年12月31日現在のグローバル・リスク（信用、カウンターパー

ティー、希薄化、決済および交付）に対するクレディ・アグリコル・エス・エーのエクスポージャーを、標

準的アプローチおよび内部格付に基づくアプローチに基づき、エクスポージャー・クラス別に表示したもの

である。

IRBエクスポージャーと表記を一致させるため、標準的アプローチに基づきエクスポージャー・クラスが

グループ化されている。
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リスク全体に対するエクスポージャー（信用、カウンターパーティー、希薄化、決済および交付）－2024年

12月31日現在

 

2024年12月31日現

在

(十億ユーロ)

標準的 IRB 合計

総エクス

ポー

ジャー
(1)

信用リス

ク軽減後

総エクス

ポー

ジャー

(2)

債務不履

行時エク

スポー

ジャー

リスク

加重

資産

総エクス

ポー

ジャー
(1)

信用リス

ク軽減後

総エクス

ポー

ジャー

(2)

債務不履

行時エク

スポー

ジャー

リスク

加重

資産

総エクス

ポー

ジャー
(1)

信用リス

ク軽減後

総エクス

ポー

ジャー

(2)

債務不履

行時エク

スポー

ジャー

リスク

加重

資産

資本要

件

中央政府および中

央銀行
71.4 78.2 78.0 7.4 321.1 343.3 338.7 3.4 392.5 421.5 416.7 10.8 0.9

機関 36.4 59.9 56.9 7.6 487.3 493.5 481.1 11.7 523.8 553.3 538.0 19.2 1.5

企業 132.5 106.7 73.0 56.3 442.6 398.7 327.7 118.9 575.0 505.4 400.7 175.3 14.0

小口顧客 53.9 41.7 39.6 27.0 227.0 227.0 227.0 43.1 280.9 268.7 266.6 70.1 5.6

個人への貸出金 31.1 26.5 25.7 18.9 193.7 193.7 194.8 35.1 224.8 220.3 220.5 53.9 4.3

うち、不動産

資産による担

保

0.7 0.7 0.7 0.3 118.2 118.2 118.2 9.7 118.9 118.9 118.9 9.9 0.8

うち、リボル

ビング式
1.4 1.4 0.8 0.6 12.4 12.4 13.4 4.8 13.9 13.8 14.2 5.4 0.4

うち、その他

の貸出金
28.9 24.5 24.3 18.0 63.1 63.1 63.2 20.6 92.0 87.6 87.5 38.7 3.1

中小企業への貸

出金
22.9 15.1 13.9 8.2 33.3 33.3 32.2 8.0 56.1 48.4 46.1 16.2 1.3

うち、不動産

資産による担

保

0.6 0.5 0.4 0.2 7.9 7.9 7.9 1.7 8.5 8.4 8.3 1.9 0.2

うち、その他

の貸出金
22.3 14.7 13.5 8.0 25.4 25.4 24.3 6.3 47.7 40.0 37.8 14.3 1.1

株式 3.9  3.9 5.1 13.0  12.9 44.7 16.9  16.8 49.8 4.0

証券化 11.3  11.3 2.0 50.8  50.8 7.5 62.1  62.1 9.6 0.8

その他の債権でな

い資産
20.2  20.0 16.7 -  - - 20.2  20.0 16.7 1.3

合計 329.7  282.6 122.2 1,541.7  1,438.2 229.3 1,871.4  1,720.9 351.5 28.1

(注1)　当初総エクスポージャー

(注2)　信用リスク軽減（CRM）後総エクスポージャー
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リスク全体に対するエクスポージャー（信用、カウンターパーティー、希薄化、決済および交付）－2023年

12月31日現在

 

2023年12月31日現

在

(十億ユーロ)

標準的 IRB 合計

総エクス

ポー

ジャー
(1)

信用リス

ク軽減後

総エクス

ポー

ジャー

(2)

債務不履

行時エク

スポー

ジャー

リスク

加重

資産

総エクス

ポー

ジャー
(1)

信用リス

ク軽減後

総エクス

ポー

ジャー

(2)

債務不履

行時エク

スポー

ジャー

リスク

加重

資産

総エクス

ポー

ジャー
(1)

信用リス

ク軽減後

総エクス

ポー

ジャー

(2)

債務不履

行時エク

スポー

ジャー

リスク

加重

資産

資本要

件

中央政府および中

央銀行
75.3 82.3 82.1 8.2 312.3 333.4 328.8 3.0 387.6 415.7 410.9 11.2 0.9

機関 40.6 62.2 59.2 7.8 484.0 490.4 479.1 11.9 524.6 552.6 538.3 19.6 1.6

企業 121.9 99.2 69.2 53.8 398.7 353.3 294.7 102.4 520.6 452.5 363.9 156.3 12.5

小口顧客 48.2 37.2 35.1 24.0 224.1 224.1 223.8 43.4 272.3 261.3 258.9 67.4 5.4

個人への貸出金 28.3 24.4 23.5 17.2 190.6 190.6 191.5 35.1 219.0 215.1 215.0 52.3 4.2

うち、不動産

資産による担

保

0.7 0.6 0.6 0.3 116.8 116.8 116.8 9.8 117.5 117.4 117.4 10.1 0.8

うち、リボル

ビング式
1.7 1.7 0.9 0.7 12.4 12.4 13.3 4.4 14.1 14.0 14.2 5.1 0.4

うち、その他

の貸出金
25.9 22.2 22.0 16.3 61.5 61.5 61.5 20.8 87.4 83.6 83.4 37.1 3.0

中小企業への貸

出金
19.9 12.8 11.7 6.8 33.4 33.4 32.3 8.3 53.3 46.2 43.9 15.1 1.2

うち、不動産

資産による担

保

0.3 0.3 0.3 0.1 7.8 7.8 7.8 1.7 8.1 8.0 8.0 1.9 0.1

うち、その他

の貸出金
19.5 12.5 11.4 6.7 25.7 25.7 24.5 6.6 45.2 38.2 35.9 13.2 1.1

株式 1.9  1.9 2.1 13.3  13.3 46.4 15.2  15.1 48.5 3.9

証券化 9.8  9.8 1.6 51.6  51.6 7.3 61.4  61.4 9.0 0.7

その他の債権でな

い資産
15.9  15.7 12.8 -  - - 15.9  15.7 12.8 1.0

合計 313.6  273.0 110.4 1,484.0  1,391.2 214.3 1,797.6  1,664.2 324.7 26.0

(注1)　当初総エクスポージャー

(注2)　信用リスク軽減（CRM）後総エクスポージャー
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総エクスポージャーについては、当行グループ全体の残高は4.1％増加した。

主要なポートフォリオは引き続き「機関」カテゴリに位置し、総エクスポージャーの合計は523.8十億

ユーロであった。これには、2024年12月31日現在で、クレディ・アグリコル・グループの内部取引に関する

エクスポージャー416.7十億ユーロが含まれていた（2023年12月31日現在は419.2十億ユーロ）。

これらの内部取引を除くと、貸付金勘定全体の総エクスポージャーは、2024年12月31日現在、2023年度末

から5.5％増加して1,454.7十億ユーロとなった。

「中央政府および中央銀行」ポートフォリオは、主として中央銀行預け金の増加により、1.3％増加し

た。

リスク加重資産の密度（債務不履行時エクスポージャーに対するリスク加重資産の割合と定義されてい

る。）は、2024年12月31日現在、小口顧客については平均26.3％、企業については43.7％であった。

 

3.4.2.1.2　地域別エクスポージャー

地域別内訳は、クレディ・アグリコル・エス・エーについて、CQ4の1列目からの総帳簿価額（オンバラン

スシートおよびオフバランスシートの金額は地域別に1桁の割合となるよう合算される。）の合計に基づいて

計算されている。

 

2024年12月31日現在

 

 

2023年12月31日現在
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3.4.2.1.3　事業部門別エクスポージャー

下記グラフは、企業ポートフォリオに注目したものである。小口顧客の内訳についても、バーゼル・サブ

ポートフォリオ（住宅ローン、リボルビング信用、零細企業、農家およびプロの顧客に対するその他の貸出

金、その他個人への貸出金）別に示している。

 

企業ポートフォリオの内訳

 

 

経済部門別の債務不履行時エクスポージャーの内訳は、部門ごとによく分散され、引き続き全体的に安定

していた。

 

2024年12月31日現在の小口顧客

 

 

2023年12月31日現在の小口顧客
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小口顧客ポートフォリオの内訳

上記のグラフは、クレディ・アグリコル・エス・エーの小口顧客のオンバランスシートおよびオフバラン

スシートの当初総エクスポージャーのバーゼル・サブポートフォリオ別の内訳を示したものである（2024年

12月31日現在の残高は、2023年12月31日現在の272.3十億ユーロから年間で3.2％増の280.9十億ユーロ）。

「小口顧客」ポートフォリオにおいて、「不動産資産により担保されたリテール貸出金」の相対的割合は

依然最も大きい（2023年度は43.2％であったのに対して2024年度は42.3％）。一方、「リボルビング・リ

テール貸出金」の割合は、2023年度はリテール顧客貸出金残高の5.2％であったのに対して2024年度は4.9％

と、さらに減少した。

 

3.4.2.1.4　残存期間別貸付金および債券

エクスポージャーの満期（CR1-A）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

貸借対照表上純エクスポージャー価額

即時 1年以内
1年超

5年以内
5年超 満期なし 合計

1 貸付金 198 479,484 503,444 262,524 485 1,246,135

2 債券 - 37,750 65,756 61,683 2,980 168,169

3 合計 198 517,233 569,201 324,207 3,465 1,414,304

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

貸借対照表上純エクスポージャー価額

即時 1年以内
1年超

5年以内
5年超 満期なし 合計

1 貸付金 2,656 451,355 493,452 253,994 654 1,202,111

2 債券 - 39,811 53,047 46,490 3,169 142,518

3 合計 2,656 491,166 546,499 300,484 3,823 1,344,629
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2024年

12月31

日現在

（百万

ユー

ロ）

帳簿価額／額面金額合計
信用リスクおよび引当金による減損合計

ならびに公正価値のマイナスの変動合計
累

積

部

分

償

却

受領した担

保および保

証

正常エクスポージャー
不良エクスポー

ジャー

正常エクスポー

ジャー

－減損および引当金

合計

不良エクスポー

ジャー

－信用リスクおよ

び引当金による減

損合計ならびに公

正価値のマイナス

の変動合計

正常

エク

ス

ポー

ジャ

ー関

連

不良

エク

ス

ポー

ジャ

ー

関連

 

うち、

バケッ

ト1

う

ち、

バ

ケッ

ト2

 

う

ち

、

バ

ケ

ッ

ト

2

う

ち、

バ

ケッ

ト3

 

う

ち、

バ

ケッ

ト1

う

ち、

バ

ケッ

ト2

 

う

ち

、

バ

ケ

ッ

ト2

う

ち、

バ

ケッ

ト3

  

 

00

5

中央

銀行

にお

ける

現金

残高

およ

びそ

の他

の要

求払

預金

175,36

5

175,33

9
26 18 　 18 (3) (2) (1) (18) 　 (18) 　 　  

01

0

貸付

金

1,090,

386

1,023,

539

66,0

75

13,4

46

5

6

13,3

84

(3,5

27)

(1,1

33)

(2,3

93)

(6,5

91)

(3

9)

(6,5

52)
　

302,

001

3,0

92

02

0

中央

銀行
3,977 3,896 81 　 　 　 (6) (0) (6) 　 　 　 　

3,50

7
　

03

0

一般

政府
13,618 12,424

1,19

4
54 5 49 (23) (13) (11) (38)

(0

)
(38) 　

5,96

7
1

04

0

信用

機関

546,36

0

545,60

0
125 451 0 451 (71) (71) (0)

(402

)
　

(402

)
　

2,80

3
　

05

0

その

他の
22,302 21,786 508 412 0 412 (43) (14) (29)

(358

)

(0

)

(358

)
　

7,10

1
22

3.4.2.1.5　債務不履行時エクスポージャーおよび価値調整額

正常エクスポージャーおよび不良エクスポージャーならびに関連する引当金（CR1）
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金融

機関

06

0

非金

融法

人

289,41

8

243,36

8

46,0

50

7,09

1

4

6

7,04

5

(2,1

82)

(636

)

(1,5

46)

(3,2

75)

(3

6)

(3,2

38)
　

143,

613

1,8

95

07

0

う

ち

、

中

小

企

業

78,696 61,829
16,8

67

3,38

5
4

3,38

1

(747

)

(219

)

(528

)

(1,5

87)

(1

)

(1,5

86)
　

46,7

42
795

08

0

世帯 214,71

0

196,46

4

18,1

16

5,43

9
6

5,42

7

(1,2

01)

(400

)

(801

)

(2,5

18)

(2

)

(2,5

16)
　

139,

011

1,1

75

09

0

債券 124,19

1

119,89

7

1,00

8
501 　 501

(145

)

(125

)
(20) (33) 　 (33) 　 331 467

10

0

中央

銀行
6,841 6,548 293 　 　 　 (50) (49) (1) 　 　 　 　 　 　

11

0

一般

政府
69,104 68,761 343 　 　 　 (61) (51) (10) 　 　 　 　 　 　

12

0

信用

機関
27,079 27,047 　 - 　 　 (17) (17) 　 - 　 　 　 　 　

13

0

その

他の

金融

機関

12,641 9,089 299 467 　 467 (7) (6) (1) (1) 　 (1) 　 315 467

14

0

非金

融法

人

8,526 8,452 73 34 　 34 (9) (2) (8) (32) 　 (32) 　 16 　

15

0

オフ

バラ

ンス

シー

トの

エク

ス

ポー

ジャ

ー

741,78

7

719,63

8

22,1

50

1,47

5
　

1,47

5

(786

)

(280

)

(506

)

(402

)
　

(402

)
　

69,9

01
217

16

0

中央

銀行

174,04

7

174,04

7
　 　 　 　 (0) (0) 　 　 　 　 　 　 　

17

0

一般

政府
21,657 20,848 809 　 　 　 (15) (4) (11) 　 　 　 　

3,27

3
　

18

0

信用

機関
59,817 59,764 53 85 　 85 (21) (18) (3) (0) 　 (0) 　

1,73

7
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19

0

その

他の

金融

機関

212,13

3

209,46

6

2,66

7
56 　 56 (20) (16) (4) (4) 　 (4) 　

2,75

2
0

20

0

非金

融法

人

256,45

4

238,73

5

17,7

18

1,29

8
　

1,29

8

(668

)

(215

)

(453

)

(384

)
　

(384

)
　

59,2

80
213

21

0

世帯
17,680 16,777 903 37 　 37 (62) (27) (35) (13) 　 (13) 　

2,86

0
4

22

0

合計 2,131,

728

2,038,

413

89,2

59

15,4

41

5

6

15,3

78

(4,4

60)

(1,5

40)

(2,9

20)

(7,0

43)

(3

9)

(7,0

04)
　

372,

233

3,7

76
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2023年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

帳簿価額／額面金額合計
信用リスクおよび引当金による減損合計

ならびに公正価値のマイナスの変動合計
累

積

部

分

償

却

受領した担保

および保証

正常エクスポージャー
不良エクスポー

ジャー

正常エクスポー

ジャー

－減損および引当金

合計

不良エクスポー

ジャー

－信用リスクおよ

び引当金による減

損合計ならびに公

正価値のマイナス

の変動合計

正常エ

クス

ポー

ジャー

関連

不良

エク

ス

ポー

ジャ

ー

関連

 
うち、

バケット1

うち、

バケッ

ト2

 

う

ち

、

バ

ケ

ッ

ト2

うち、

バケッ

ト3

 

うち、

バケッ

ト1

うち、

バケッ

ト2

 

う

ち、

バ

ケッ

ト2

うち、

バケッ

ト3

   

00

5

中央

銀行

にお

ける

現金

残高

およ

びそ

の他

の要

求払

預金

188,521 188,512 9 17 　 17 (3) (3) (0) (17) 　 (17) 　 　 　

01

0

貸付

金

1,051,56

9
983,476

67,95

0

14,05

9
68

13,98

5

(3,389

)
(980)

(2,409

)

(6,585

)

(48

)

(6,538

)
　

250,70

3
3,727

02

0

中央

銀行
5,579 5,515 64 　 　 　 (6) (0) (6) 　 　 　 　 2,263 　

03

0

一般

政府
10,644 9,326 1,319 52 1 51 (15) (6) (8) (38) (0) (38) 　 5,320 4

04

0

信用

機関
535,199 535,075 124 467 　 467 (45) (45) (0) (366) 　 (366) 　 3,696 　

05

0

その

他の

金融

機関

16,197 15,874 316 393 0 393 (11) (6) (5) (347) (0) (347) 　 3,938 8

06

0

非金

融法

人

279,647 231,839
47,80

7
8,637 61 8,577

(2,072

)
(502)

(1,570

)

(3,693

)

(46

)

(3,647

)
　

127,56

4
2,768
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07

0

う

ち、

中小

企業

75,675 59,683
15,99

2
3,338 4 3,333 (723) (188) (535)

(1,649

)
(2)

(1,647

)
　 39,042 1,097

08

0

世帯
204,304 185,848

18,32

1
4,510 6 4,498

(1,239

)
(420) (820)

(2,141

)
(1)

(2,140

)
　

107,92

1
947

09

0

債券
106,667 102,296 912 572 　 570 (97) (89) (9) (49) 　 (49) 　 340 　

10

0

中央

銀行
6,737 6,396 341 　 　 　 (26) (25) (1) 　 　 　 　 　 　

11

0

一般

政府
57,441 57,195 202 0 　 0 (45) (42) (3) 　 　 　 　 　 　

12

0

信用

機関
24,162 24,094 45 - 　 　 (13) (13) (0) - 　 　 　 　 　

13

0

その

他の

金融

機関

12,013 8,401 234 517 　 517 (8) (7) (1) (1) 　 (1) 　 328 　

14

0

非金

融法

人

6,314 6,209 90 55 　 53 (5) (2) (4) (48) 　 (48) 　 12 　

15

0

オフ

バラ

ンス

シー

トの

エク

ス

ポー

ジャ

ー

665,375 644,900
20,47

6
1,363 0 1,363 (653) (232) (421) (335) 　 (335) 　 65,323 117

16

0

中央

銀行
223,458 223,458 　 　 　 　 (0) (0) 　 　 　 　 　 　 　

17

0

一般

政府
17,454 16,478 976 0 　 0 (17) (5) (12) 　 　 　 　 4,141 　

18

0

信用

機関
58,099 57,955 144 83 　 83 (21) (20) (1) (24) 　 (24) 　 1,021 　

19

0

その

他の

金融

機関

116,015 113,147 2,868 99 　 99 (12) (9) (3) (1) 　 (1) 　 3,155 0

20

0

非金

融法

人

232,226 216,780
15,44

6
1,146 0 1,146 (540) (173) (367) (299) 　 (299) 　 53,664 111

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 241/1736



21

0

世帯
18,124 17,081 1,043 36 　 36 (63) (25) (38) (12) 　 (12) 　 3,343 6

22

0

合計 2,012,13

2

1,919,18

3

89,34

6

16,01

2
68

15,93

6

(4,142

)

(1,303

)

(2,839

)

(6,987

)

(48

)

(6,939

)
　

316,36

6
3,844
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債務不履行貸出金および債権の変動（CR2）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）
帳簿価額合計

1 債務不履行貸出金の当初の残高（2023年12月31日） 14,059

2 債務不履行ポートフォリオへのインフロー 4,221

3 債務不履行ポートフォリオからのアウトフロー (4,834)

4 償却によるアウトフロー  

5 その他の状況によるアウトフロー  

6 債務不履行貸出金の最終残高（2024年12月31日） 13,446
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再交渉が行われたエクスポージャーの信用の質（CQ1）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

再交渉の措置が取られたエクスポージャーの

帳簿価額／額面金額合計

信用リスクおよび引当

金による減損合計なら

びに公正価値のマイナ

スの変動合計

再交渉が行われたエクス

ポージャーに係る受領し

た担保および保証

   

再交渉が

行われた

正常エク

スポー

ジャー

再交渉が行われた不良エクスポー

ジャー

再交渉が行

われた正常

エクスポー

ジャー

再交渉が行

われた不良

エクスポー

ジャー

 

うち、再交

渉の措置が

取られた不

良エクス

ポージャー

に係る受領

した担保お

よび保証

 

うち、

債務不履

行となっ

た

もの

うち、

減損され

た

もの

005 中央銀行におけ

る現金残高およ

びその他の要求

払預金

- - - - - - - -

010 貸付金 4,693 3,924 3,894 3,894 (332) (1,811) 2,943 1,030

020 中央銀行 - - - - - - - -

030 一般政府 28 3 3 3 (1) (3) - -

040 信用機関 - 47 47 47 - (27) - -

050 その他の金融機

関
42 18 18 18 (0) (4) 33 2

060 非金融法人 3,967 2,395 2,383 2,383 (290) (1,152) 2,324 731

070 世帯 657 1,461 1,444 1,444 (41) (625) 587 297

080 債券 - - - - - - - -

090 ローン・コミッ

トメント
521 274 266 266 (33) (55) 42 7

100 合計 5,214 4,198 4,161 4,161 (365) (1,866) 2,985 1,037

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

再交渉の措置が取られたエクスポージャーの

帳簿価額／額面金額合計

信用リスクおよび引当

金による減損合計なら

びに公正価値のマイナ

スの変動合計

再交渉が行われたエクス

ポージャーに係る受領し

た担保および保証

   

再交渉が

行われた

正常エク

スポー

ジャー

再交渉が行われた不良エクスポー

ジャー
再交渉が

行われた

正常エク

スポー

ジャー

再交渉が

行われた

不良エク

スポー

ジャー

 

うち、再交

渉の措置が

取られた不

良エクス

ポージャー

に係る受領

した担保お

よび保証

 

うち、

債務不履

行となっ

た

もの

うち、

減損され

た

もの
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005 中央銀行におけ

る現金残高およ

びその他の要求

払預金

- - - - - - - -

010 貸付金 2,805 4,934 4,909 4,909 (159) (2,076) 2,469 1,307

020 中央銀行 - - - - - - - -

030 一般政府 32 3 3 3 (1) (3) - -

040 信用機関 - 46 46 46 - (27) - -

050 その他の金融機

関
17 36 36 36 (0) (20) 16 1

060 非金融法人 2,183 3,437 3,419 3,419 (128) (1,387) 1,916 1,034

070 世帯 573 1,412 1,405 1,405 (30) (639) 536 272

080 債券 - 2 2 - - - - -

090 ローン・コミッ

トメント
303 95 92 92 (18) (12) 112 25

100 合計 3,108 5,031 5,003 5,001 (177) (2,088) 2,581 1,332

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 245/1736



2024年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

帳簿価額／額面金額合計

正常エクスポージャー 不良エクスポージャー

 

期限を超

過してい

ないもの

または超

過が30日

以内のも

の

超過

が30

日超

90日

以内

のも

の

 

期限

を超

過し

てい

ない

が支

払の

見込

みが

ない

もの

また

は超

過が

90日

以内

のも

の

超過

が90

日超

180日

以内

のも

の

超過

が180

日超1

年以

内の

もの

超過

が1年

超2年

以内

のも

の

超過

が2年

超5年

以内

のも

の

超

過

が5

年

超7

年

以

内

の

も

の

超過

が7年

超の

もの

うち、

債務不

履行と

なった

もの

00

5

中央

銀行

にお

ける

現金

残高

およ

びそ

の他

の要

求払

預金

175,365 175,365 　 18 0 　 　 　 　 18 　 18

01

0

貸付

金

1,090,38

6

1,087,80

6

2,58

0

13,44

6

4,91

6

1,11

2

1,74

7

1,72

3

1,77

8

54

2

1,62

9

13,38

4

02

0

中央

銀行
3,977 3,977 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

03

0

一般

政府
13,618 13,613 5 54 7 2 2 1 9 6 26 49

04

0

信用

機関
546,360 546,360 0 451 5 0 　 　 39 　 407 451

 

超過期限別の正常エクスポージャーおよび不良エクスポージャーの信用の質（CQ3）
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05

0

その

他の

金融

機関

22,302 22,296 5 412 54 5 10 9 35 3 296 412

06

0

非金

融法

人

289,418 288,270
1,14

8
7,091

3,11

6
390 623 872

1,02

6

37

5
689 7,045

07

0

う

ち、

中小

企業

78,696 78,098 598 3,385
1,26

1
251 441 471 517

13

6
307 3,381

08

0

世帯
214,710 213,289

1,42

1
5,439

1,73

3
714

1,11

2
841 669

15

8
212 5,427

09

0

債券
124,191 123,912 278 501 477 　 　 　 　 　 24 501

10

0

中央

銀行
6,841 6,841 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

11

0

一般

政府
69,104 69,104 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

12

0

信用

機関
27,079 27,079 　 - 　 　 　 　 　 　 　 　

13

0

その

他の

金融

機関

12,641 12,363 278 467 467 　 　 　 　 　 　 467

14

0

非金

融法

人

8,526 8,526 　 34 10 　 　 　 　 　 24 34

15

0

オフ

バラ

ンス

シー

トの

エク

ス

ポー

ジャ

ー

741,787 　 　 1,475 　 　 　 　 　 　 　 1,475

16

0

中央

銀行
174,047 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

17

0

一般

政府
21,657 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

18

0

信用

機関
59,817 　 　 85 　 　 　 　 　 　 　 85

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 247/1736



19

0

その

他の

金融

機関

212,133 　 　 56 　 　 　 　 　 　 　 56

20

0

非金

融法

人

256,454 　 　 1,298 　 　 　 　 　 　 　 1,298

21

0

世帯
17,680 　 　 37 　 　 　 　 　 　 　 37

22

0

合計 2,131,72

8

1,387,08

3

2,85

8

15,44

1

5,39

3

1,11

2

1,74

7

1,72

3

1,77

8

56

0

1,65

3

15,37

8
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2023年12月31日

現在

（百万ユーロ）

帳簿価額／額面金額合計

正常エクスポージャー 不良エクスポージャー

 

期限を超過

していない

ものまたは

超過が30日

以内のもの

超過が

30日超

90日以

内のも

の

 

期限を

超過し

ていな

いが支

払の見

込みが

ないも

のまた

は超過

が90日

以内の

もの

超過

が90

日超

180日

以内

のも

の

超過が

180日超

1年以内

のもの

超過が1

年超2年

以内の

もの

超過が2

年超5年

以内の

もの

超過

が5年

超7年

以内

のも

の

超過が7

年超の

もの

うち、

債務不

履行と

なった

もの

005 中央銀行に

おける現金

残高および

その他の要

求払預金

188,521 188,521 　 17 0 　 0 　 17 　 　 17

010 貸付金 1,051,569 1,049,212 2,357 14,059 5,908 817 1,765 1,772 1,394 567 1,834 13,985

020 中央銀行 5,579 5,579 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

030 一般政府 10,644 10,610 35 52 10 0 1 8 2 6 26 51

040 信用機関 535,199 535,198 1 467 5 　 　 37 　 　 425 467

050 その他の金

融機関
16,197 16,195 2 393 40 3 5 7 35 21 282 393

060 非金融法人 279,647 278,134 1,513 8,637 4,170 446 753 1,067 880 412 910 8,577

070 うち、中

小企業
75,675 75,219 456 3,338 1,347 157 412 482 419 191 330 3,333

080 世帯 204,304 203,498 806 4,510 1,683 368 1,006 654 478 128 192 4,498

090 債券 106,667 106,434 233 572 547 　 　 　 　 　 26 572

100 中央銀行 6,737 6,737 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

110 一般政府 57,441 57,441 　 0 0 　 　 　 　 　 　 0

120 信用機関 24,162 24,162 　 - 　 　 　 　 　 　 　 　

130 その他の金

融機関
12,013 11,780 233 517 517 　 　 　 　 　 　 517

140 非金融法人 6,314 6,314 　 55 30 　 　 　 　 　 26 55

150 オフバラン

スシートの

エクスポー

ジャー

665,375 　 　 1,363 　 　 　 　 　 　 　 1,363

160 中央銀行 223,458 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

170 一般政府 17,454 　 　 0 　 　 　 　 　 　 　 0

180 信用機関 58,099 　 　 83 　 　 　 　 　 　 　 83
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190 その他の金

融機関
116,015 　 　 99 　 　 　 　 　 　 　 99

200 非金融法人 232,226 　 　 1,146 　 　 　 　 　 　 　 1,146

210 世帯 18,124 　 　 36 　 　 　 　 　 　 　 36

220 合計 2,012,132 1,344,167 2,590 16,012 6,455 817 1,765 1,772 1,411 567 1,860 15,938
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地域別不良エクスポージャーの質（CQ4）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

帳簿価額／額面金額合計

減損合計

オフバラ

ンスシー

ト・コ

ミットメ

ントおよ

び金融保

証に係る

引当金

不良エク

スポー

ジャーに

係る信用

リスクに

よる公正

価値のマ

イナスの

変動合計

 
うち、不良エクスポー

ジャー

うち、減損対

象となるもの
 

 

うち、債務

不履行と

なったもの

オンバランスシート・

エクスポージャー
1,228,524 13,948 13,885 1,224,460 (10,295)  -

欧州 1,098,911 11,950 11,888 1,094,807 (8,598)  -

フランス 825,253 5,891 5,891 822,231 (3,862)  -

イタリア 115,042 3,703 3,692 114,253 (2,606)  -

ドイツ 31,178 391 391 31,174 (301)  -

ルクセンブルク 18,484 38 38 18,336 (96)  -

英国 17,646 70 70 17,646 (89)  -

スペイン 15,236 211 211 15,234 (193)  -

スイス 11,597 37 37 11,596 (44)  -

オランダ 10,261 107 107 10,261 (78)  -

ポーランド 13,402 472 460 13,266 (425)  -

その他の欧州の国々 40,812 1,030 992 40,809 (905)  -

アジアおよびオセアニ

ア
46,535 396 396 46,583 (249)  -

日本 10,083 0 0 10,134 (10)  -

その他のアジアおよび

オセアニア
36,452 396 396 36,448 (239)  -

北アメリカ 43,382 357 357 43,378 (353)  -

米国 34,991 266 266 34,986 (279)  -

その他の北アメリカ 8,392 91 91 8,392 (74)  -

中央・南アメリカ 12,706 742 742 12,706 (619)  -

アフリカおよび中東 20,533 502 502 20,531 (473)  -

その他の国 6,456 0 0 6,456 (3)  -

オフバランスシート・

エクスポージャー
743,672 1,475 1,475   1,188  

欧州 499,396 1,273 1,273   937  

フランス 333,908 607 607   538  

イタリア 40,173 226 226   127  

ドイツ 18,637 3 3   21  

ルクセンブルク 19,880 1 1   19  

英国 30,945 0 0   27  

スペイン 6,192 17 17   20  

スイス 8,978 0 0   3  

オランダ 12,079 329 329   104  

ポーランド 4,064 39 39   20  

その他の欧州の国々 24,542 51 51   59  

アジアおよびオセアニ

ア
31,068 97 97   51  

日本 7,785 - -   2  

その他のアジアおよび

オセアニア
23,284 97 97   50  

北アメリカ 192,638 43 43   139  

米国 187,226 24 24   131  

その他の北アメリカ 5,412 20 20   7  
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中央・南アメリカ 7,757 5 5   32  

アフリカおよび中東 9,940 56 56   29  

その他の国 2,873 0 0   (0)  

合計 1,972,196 15,423 15,360 1,224,460 (10,295) 1,188 -
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2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

帳簿価額／額面金額合計

減損合計

オフバラ

ンスシー

ト・コ

ミットメ

ントおよ

び金融保

証に係る

引当金

不良エク

スポー

ジャーに

係る信用

リスクに

よる公正

価値のマ

イナスの

変動合計

 
うち、不良エクスポー

ジャー

うち、減損対

象となるもの
 

 

うち、債務

不履行と

なったもの

オンバランスシート・

エクスポージャー
1,172,867 14,631 14,557 1,169,256 (10,120)  -

欧州 1,054,363 12,298 12,225 1,050,815 (8,468)  -

フランス 801,895 6,017 6,017 798,718 (3,559)  -

イタリア 113,887 3,907 3,894 113,701 (2,695)  -

ドイツ 29,452 354 354 29,448 (291)  -

ルクセンブルク 15,736 100 100 15,592 (75)  -

英国 16,210 76 76 16,317 (87)  -

スペイン 10,833 184 184 10,833 (146)  -

スイス 10,132 36 36 10,131 (36)  -

オランダ 9,355 125 125 9,355 (124)  -

ポーランド 12,669 422 410 12,527 (428)  -

その他の欧州の国々 34,195 1,079 1,031 34,194 (1,027)  -

アジアおよびオセアニ

ア
42,403 393 393 42,385 (226)  -

日本 8,568 0 0 8,568 (13)  -

その他のアジアおよび

オセアニア
33,835 393 393 33,817 (213)  -

北アメリカ 39,970 276 276 39,941 (299)  -

米国 32,500 188 188 32,471 (218)  -

その他の北アメリカ 7,470 88 88 7,470 (81)  -

中央・南アメリカ 12,142 1,079 1,079 12,128 (644)  -

アフリカおよび中東 18,743 585 585 18,741 (482)  -

その他の国 5,246 0 0 5,246 (2)  -

オフバランスシート・

エクスポージャー
666,739 1,363 1,363   988  

欧州 530,800 1,115 1,115   765  

フランス 375,643 420 420   401  

イタリア 41,136 181 181   111  

ドイツ 18,401 5 5   15  

ルクセンブルク 18,268 0 0   8  

英国 30,064 0 0   20  

スペイン 6,424 30 30   19  

スイス 6,598 0 0   2  

オランダ 9,718 394 394   104  

ポーランド 3,486 25 25   15  

その他の欧州の国々 21,063 60 60   72  

アジアおよびオセアニ

ア
28,388 117 117   21  

日本 7,128 - -   1  

その他のアジアおよび

オセアニア
21,260 117 117   21  

北アメリカ 89,513 71 71   144  

米国 85,110 52 52   138  

その他の北アメリカ 4,404 19 19   5  

中央・南アメリカ 5,730 10 10   25  

アフリカおよび中東 9,826 51 51   33  

その他の国 2,481 0 0   0  
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合計 1,839,606 15,995 15,921 1,169,256 (10,120) 988 -

 

非金融法人に対する貸出金および債権の事業部門別信用の質（CQ5）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

帳簿価額合計

減損合計

不良エクス

ポージャー

に係る信用

リスクによ

る公正価値

のマイナス

の変動合計

 うち、不良であるもの
うち、貸付

金が減損対

象となるも

の

 

 

うち、

債務不履行

となったも

の

a b c d e f

010 農業、林業および漁業 4,132 261 251 4,132 (288) -

020 鉱業および石材業 6,994 199 199 6,994 (220) -

030 製造業 59,658 834 810 59,658 (605) -

040 電気、ガス、蒸気および空調

供給
25,490 453 452 25,490 (251) -

050 水道供給 1,957 24 23 1,957 (26) -

060 建設業 9,042 535 535 9,042 (368) -

070 卸売業 39,718 1,392 1,387 39,718 (1,049) -

080 輸送および貯蔵 28,027 718 717 28,027 (347) -

090 宿泊および食事サービス業 6,162 328 328 6,162 (251) -

100 情報および通信業 17,021 65 65 17,021 (154) -

110 金融および保険業 28,152 364 364 28,152 (350) -

120 不動産業 39,171 1,027 1,027 39,171 (745) -

130 専門的、科学的および技術的

活動
11,460 332 331 11,460 (249) -

140 管理および支援サービス活動 8,748 234 234 8,748 (217) -

150 行政および防衛、必須社会保

障
152 0 0 152 (0) -

160 教育 283 30 30 283 (20) -

170 健康サービスおよびソーシャ

ルワーク活動
4,210 59 59 4,210 (107) -

180 芸術、エンターテイメントお

よびレクリエーション
808 37 37 808 (27) -

190 その他のサービス 5,325 199 195 5,325 (181) -

200 合計 296,509 7,091 7,045 296,509 (5,456) -
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2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

帳簿価額合計

減損合計

不良エクス

ポージャー

に係る信用

リスクによ

る公正価値

のマイナス

の変動合計

 うち、不良であるもの
うち、貸付

金が減損対

象となるも

の

 

 

うち、

債務不履行

となったも

の

 a b c d e f

010 農業、林業および漁業 4,125 277 249 4,125 (331) -

020 鉱業および石材業 7,575 286 285 7,575 (277) -

030 製造業 60,937 1,051 1,038 60,937 (661) -

040 電気、ガス、蒸気および空調

供給
22,441 488 485 22,441 (242) -

050 水道供給 1,906 23 23 1,906 (23) -

060 建設業 8,765 573 572 8,765 (417) -

070 卸売業 37,672 1,327 1,320 37,672 (973) -

080 輸送および貯蔵 25,811 1,086 1,086 25,811 (513) -

090 宿泊および食事サービス業 6,782 381 380 6,782 (281) -

100 情報および通信業 16,465 64 63 16,465 (112) -

110 金融および保険業 25,220 471 471 25,220 (324) -

120 不動産業 37,406 1,245 1,245 37,406 (835) -

130 専門的、科学的および技術的

活動
12,524 434 433 12,524 (258) -

140 管理および支援サービス活動 9,044 218 218 9,044 (142) -

150 行政および防衛、必須社会保

障
92 0 0 92 (0) -

160 教育 332 27 27 332 (18) -

170 健康サービスおよびソーシャ

ルワーク活動
4,607 458 458 4,607 (151) -

180 芸術、エンターテイメントお

よびレクリエーション
770 38 38 770 (28) -

190 その他のサービス 5,810 188 185 5,810 (179) -

200 合計 288,284 8,637 8,577 288,284 (5,765) -

        

施行規則（EU）第2021/637号に従い、表（EU CQ5）は、非金融法人の範囲内の貸出金および債権の内訳を

示している。金融法人に対するその他のエクスポージャー、すなわち負債証券、売却目的保有の資産および

オフバランスシート・コミットメントは含まれていない。中央政府および中央銀行、金融機関ならびに個人

に対するすべてのエクスポージャーは考慮されていない。
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占有および実行プロセスによって取得した担保（CQ7）

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

占有によって取得した担保 占有によって取得した担保

当初認識時の価

値

マイナスの変動

累積

当初認識時の価

値

マイナスの変動

累積

010 有形固定資産（PP&E） - - - -

020 PP&E以外 258 (175) 185 (136)

030 住宅用不動産 1 (0) 1 (1)

040 商業用不動産 38 (15) 20 (13)

050 動産（自動車、船舶等） 220 (160) 164 (122)

060 資本性金融商品および負債性金融商品 - - - -

070 その他担保 - - - -

080 合計 258 (175) 185 (136)

 

延滞資産、減損、債務不履行、引当済みまたは条件緩和（EU CRB）の定義は、本書の下記の項に記載され

ている。

■　延滞、減損および債務不履行エクスポージャーについては、連結財務書類に対する注記1.2「会計方針お

よび会計原則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了

した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）を参照。

■　一般および個別の信用リスクの調整を決定する方法については、予想損失額の決定について記述してい

る「2．リスク管理」の2.4.Ⅳ．「IFRS第9号の適用」を参照。

■　条件緩和エクスポージャーの定義については、連結財務書類に対する注記1（「第6　経理の状況－1　財

務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結

財務書類に対する注記」）の「財政困難による条件緩和」の項に記載している。

 

3.4.2.2　信用リスク

2007年度後半以降、ACPRは、クレディ・アグリコル・エス・エーに対し、連結範囲のほとんどすべてにお

いて、小口顧客および大口顧客のエクスポージャーに対する信用リスクに関する資本要件の計算に内部格付

システムを使用することを承認している。当行グループの展開計画に関する主要な動きは、2013年度、イタ

リアにおけるクレディ・アグリコル・イタリアおよびフリューラドリアの事業体におけるすべての「リテー

ル・バンキング」ポートフォリオについて、先進的IRBアプローチに移行したこと（認可は2022年度にカリス

ペツィアの事業体にまで拡大された。）、2014年10月1日以降採用しているLCLの「企業」ポートフォリオの

IRBアプローチを検証したこと、ならびに2021年7月、不動産専門のデフォルト・モデルの確率を使用し、レ

バレッジ・バイアウト（LBO）のデフォルト・モデルの確率の使用をLCLに拡大することにつきECBが承認した

ことである。

2024年12月31日現在、信用リスクの測定にいまだ標準的アプローチを使用する当行グループの主要な事業

体またはポートフォリオは、以下のとおりである。

■　未検証のクレディ・アグリコル・イタリア・ポートフォリオ（小口顧客以外のポートフォリオ）および

国際リテール・バンキング部門におけるその他すべての事業体

■　クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング・グループ

■　クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ・グループのポートフォリオ

および在外子会社の一部
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先進的アプローチへの段階的移行に向けて、監督当局と合意した当行グループの決定（移行計画）に基づ

き、IRBアプローチを導入する作業が引き続き行われている。移行計画は毎年アップデートされ、監督当局に

送付される。また、金融機関および投資会社の健全性要件に関する2013年6月26日付委任規則（EU）第

575/2013号第150条に基づき、クレディ・アグリコル・グループの特定の分野における標準的手法の恒常的な

部分使用（PPU）の利用許可を求める要望書がECBに提出された。

 

3.4.2.2.1　標準的アプローチに基づくエクスポージャー（EU CRD）

標準的アプローチに基づくエクスポージャー・クラスは、2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号

（CRR）第112条に規定された17のクラスのいずれかに、取引相手先のタイプおよび金融商品のタイプ別に分

類される。これらの同じ資産に適用される加重比率は、同規則第114条ないし第134条に従って計算される。

「中央政府および中央銀行」ならびに「機関」のエクスポージャー・クラスについて、クレディ・アグリ

コル・エス・エーは、複数の格付機関（S&P、フィッチ、CRIFおよびBdF）による標準的アプローチに基づく

評価の使用を決定した。

したがって、取引相手先につき格付機関の信用評価が分かる場合は、これを使用して加重比率を決定す

る。「機関」または「企業」のエクスポージャー・クラスの取引相手先で、信用評価が不明なものについて

は、前述の規則第121条および第122条の規定に従い、当該取引相手先が設立された地域の中央政府が属する

管轄の信用評価を考慮して、使用する加重比率を決定する。

銀行ポートフォリオの債務証券に対するエクスポージャーに関しては、発行者の加重比率を適用するのが

ルールである。この比率は、前段落に記載されているルールによって決定される。

 

標準的アプローチ－信用リスク・エクスポージャーおよび信用リスク軽減（CRM）の効果（CR4）

 

2024年12月31日現在

エクスポージャー・クラ

ス

（百万ユーロ）

クレジット換算係数(CCF)

および信用リスク軽減(CRM)

適用前のエクスポージャー

CCFおよびCRM適用後の

エクスポージャー

リスク加重資産および

リスク加重資産の密度

オンバランス

シート・エクス

ポージャー

オフバランス

シート・エク

スポージャー

オンバランス

シート・エクス

ポージャー

オフバランス

シート・エク

スポージャー

リスク加重

資産

リスク加重

資産の密度(％)

1 中央政府または中央銀

行
61,482 52 67,116 11 7,354 10.96％

2 地域政府または地方自

治体
1,527 368 1,524 8 231 15.08％

3 公共部門団体 5,123 112 6,097 33 170 2.77％

4 国際開発金融機関 1,372 5 1,408 0 24 1.67％

5 国際組織 2,050 - 2,050 - - -

6 銀行（機関） 17,742 2,639 40,023 1,391 4,776 11.53％

7 企業 75,745 28,103 54,458 5,298 47,173 78.94％

8 小口顧客 47,539 2,940 37,183 569 25,652 67.95％

9 不動産担保付 3,504 79 3,453 19 1,524 43.90％

10 債務不履行時エクス

ポージャー
1,819 170 1,392 24 1,757 124.13％

11 特に高いリスクに関連

するエクスポージャー
298 73 298 27 488 150.00％

12 カバード・ボンド 2,068 - 2,068 - 207 10.00％

13 短期信用評価を受け

ている機関および企

業

- - - - - -

14 集団投資の引受け 2,470 16,834 2,470 4,586 4,057 57.50％

15 株式 3,930 0 3,930 0 5,146 130.94％

16 その他の項目 19,970 - 19,970 - 16,664 83.45％

17 合計 246,639 51,376 243,440 11,966 115,222 45.11％
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標準的アプローチ－信用リスク・エクスポージャーおよび信用リスク軽減（CRM）の効果（CR4）

 

2023年12月31日現在

エクスポージャー・クラス

（百万ユーロ）

クレジット換算係数(CCF)

および信用リスク軽減(CRM)

適用前のエクスポージャー

CCFおよびCRM適用後の

エクスポージャー

リスク加重資産および

リスク加重資産の密度

オンバランス

シート・エクス

ポージャー

オフバランス

シート・エク

スポージャー

オンバランス

シート・エクス

ポージャー

オフバランス

シート・エク

スポージャー

リスク加重

資産

リスク加重

資産の密度(％)

1 中央政府または中央銀

行
68,786 49 74,642 15 8,224 11.02％

2 地域政府または地方自

治体
1,023 355 1,023 32 102 9.63％

3 公共部門団体 4,752 111 5,723 41 259 4.49％

4 国際開発金融機関 583 5 625 - 26 4.14％

5 国際組織 718 - 718 - - -

6 銀行（機関） 19,760 2,779 40,131 1,490 5,107 12.27％

7 企業 70,526 27,865 51,043 5,414 44,579 78.96％

8 小口顧客 42,349 3,098 33,158 596 23,019 68.20％

9 不動産担保付 3,240 80 3,699 11 1,651 44.49％

10 債務不履行時エクス

ポージャー
1,654 174 1,179 40 1,470 120.69％

11 特に高いリスクに関連

するエクスポージャー
334 74 334 21 533 150.00％

12 カバード・ボンド 1,252 - 1,252 - 157 12.54％

13 短期信用評価を受けて

いる機関および企業
- - - - - -

14 集団投資の引受け 3,355 12,233 3,355 3,706 4,850 68.69％

15 株式 1,868 0 1,868 0 2,098 112.32％

16 その他の項目 15,715 - 15,591 - 12,715 81.55％

17 合計 235,915 46,823 234,340 11,366 104,789 42.65％
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標準的アプローチ－資産クラス別およびリスク加重別エクスポージャー（CR5）

 

2024年12月

31日現在

エクスポー

ジャー・ク

ラス

（百万ユー

ロ）

リスク加重

0％ 2％ 4％ 10％ 20％ 35％ 50％ 70％ 75％ 100％ 150％ 250％ 370％ 1,250％

そ

の

他

合計

うち、

無格付

1 中央政府

または中

央銀行

62,684 - - - 0 - 56 - - 1,571 1,283 1,532 - - - 67,127 66,844

2 地域政府

または地

方自治体

822 - - - 597 - 4 - - 110 - - - - - 1,533 1,529

3 公共部門

団体
5,483 - - - 588 - 14 - - 45 - - - - - 6,130 5,590

4 国際開発

金融機関
1,385 - - - - - - - - 24 - - - - - 1,408 1,282

5 国際組織 2,050 - - - - - - - - - - - - - - 2,050 1,981

6 銀行（機

関）
24,915 2,419 - - 10,880 - 1,399 - - 1,698 103 - - - - 41,414 37,431

7 企業 - - - - 9,482 - 6,720 - - 40,752 2,802 - - - - 59,756 27,852

8 小口顧客 - - - - - 813 - - 36,938 - - - - - - 37,752 37,752

9 不動産担

保付
- - - - - 665 2,544 - 249 14 - - - - - 3,472 3,472

10債務不履

行時エク

スポー

ジャー

- - - - - - - - - 733 683 - - - - 1,416 1,416

11特に高い

リスクに

関連する

エクス

ポー

ジャー

- - - - - - - - - - 325 - - - - 325 325

12カバー

ド・ボン

ド

- - - 2,068 - - - - - - - - - - - 2,068 6
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13短期信用

評価を受

けている

機関およ

び企業

- - - - - - - - - - - - - - - - -

14集団投資

の引受け

形態

1,344 - 1 4 1,391 - 2,555 - - 1,387 323 - - 50 - 7,056 6,743

15株式 - - - - - - - - - 3,120 - 811 - - - 3,930 3,930

16その他の

項目
2,065 - - - 1,551 - - - - 16,354 - - - - - 19,970 19,827

17合計 100,747 2,419 1 2,073 24,489 1,478 13,293 - 37,188 65,807 5,519 2,343 - 50 - 255,407 215,982
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標準的アプローチ－資産クラス別およびリスク加重別エクスポージャー（CR5）

 

2023年12月

31日現在

エクスポー

ジャー・ク

ラス

（百万ユー

ロ）

リスク加重

0％ 2％ 4％ 10％ 20％ 35％ 50％ 70％ 75％ 100％ 150％ 250％ 370％ 1,250％

そ

の

他

合計

うち、

無格付

1 中央政府

または中

央銀行

69,294 - - - 13 - 0 - - 2,619 1,223 1,507 - - - 74,656 74,656

2 地域政府

または地

方自治体

550 - - - 504 - - - - 1 - - - - - 1,055 1,055

3 公共部門

団体
4,628 - - - 1,082 - 22 - - 31 - - - - - 5,764 5,075

4 国際開発

金融機関
599 - - - - - - - - 26 - - - - - 625 625

5 国際組織 718 - - - - - - - - - - - - - - 718 718

6 銀行（機

関）
24,341 1,922 - - 11,830 - 1,747 - - 1,685 96 - - - - 41,621 38,055

7 企業 - - - - 9,497 - 5,284 - - 39,077 2,598 - - - - 56,457 29,388

8 小口顧客 - - - - - 744 - - 33,011 - - - - - - 33,754 33,754

9 不動産担

保付
- - - - - 570 2,979 - 161 - - - - - - 3,710 3,710

10債務不履

行時エク

スポー

ジャー

- - - - - - - - - 714 504 - - - - 1,218 1,218

11特に高い

リスクに

関連する

エクス

ポー

ジャー

- - - - - - - - - - 355 - - - - 355 355

12カバー

ド・ボン

ド

- - - 1,217 - - - - - 35 - - - - - 1,252 -
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13短期信用

評価を受

けている

機関およ

び企業

- - - - - - - - - - - - - - - - -

14集団投資

の引受け

形態

1,771 - 1 2 1,526 - 2,128 - - 1,217 267 - - 149 - 7,061 6,703

15株式 - - - - - - - - - 1,715 - 153 - - - 1,868 1,868

16その他の

項目
1,889 - - - 1,233 - - - - 12,469 - - - - - 15,591 15,469

17合計 103,791 1,922 1 1,218 25,685 1,314 12,160 - 33,172 59,589 5,044 1,660 - 149 - 245,706 212,652
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標準的アプローチに基づく資産クラス「中央政府および中央銀行」および「銀行（機関）」に対するエク

スポージャーは、主として、2024年12月31日現在、2023年度末と同様に0％のリスク加重が適用された。これ

は、これらの種類の取引相手先と行った業務の質を表している。

 

3.4.2.2.2　内部格付に基づくアプローチにおける信用リスク（EU CRE－3.4.2.2.6　「バックテストの結

果」も参照。）

貸出金残高は、金融機関および投資会社の資本要件に関する2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号

（その後の改正を含む。）第147条に規定された7つのエクスポージャー・クラス（下記参照。）に基づき、

取引相手先および金融商品のタイプ別に分類される。

■　エクスポージャー・クラス「中央政府および中央銀行」には、中央政府および中央銀行に対するエクス

ポージャーに加えて、中央政府として取り扱われる特定の地域政府もしくは地方自治体または公共部門

団体、ならびに特定の国際開発金融機関および国際組織に対するエクスポージャーが含まれる。

■　「機関」には、金融機関および投資会社に対するエクスポージャー（外国で認識されたものを含む。）

が含まれる。また、中央政府に分類されない地方および現地当局、公共機関、ならびに国際開発金融機

関に対する一定のエクスポージャーも含まれる。

■　「企業」は、規制上の取扱いの違いに応じて、大企業および中小企業に分類される。

■　「小口顧客」は、個人および中小企業に対する不動産を担保とする貸出金、リボルビング信用、個人お

よび中小企業に対するその他の貸出金に分類される。

■　「株式」には、発行者の資産もしくは収益に対して残余劣後請求権を有する、または同様の経済的内容

を有するエクスポージャーが含まれる。

■　「証券化」には、証券化業務または構造に対するエクスポージャーが含まれる。当該機関の役割（オリ

ジネーター、発起人または投資家の別を問わない。）にかかわらず、金利または為替デリバティブによ

るエクスポージャーを含む。

■　「その他の債権でない資産」エクスポージャー・クラスには、現在、IRBアプローチを使用する資産は含

まれていない。

施行されている規制ルールに基づき、「中央政府および中央銀行」、「機関」、「企業」ならびに「小口

顧客」エクスポージャーにおけるリスク加重エクスポージャー金額は、規定の計算式によって計算され、主

要なパラメータは、各エクスポージャーに関する債務不履行時エクスポージャー（EAD）、デフォルト率

（PD）、債務不履行時の損失（LGD）および満期である。

■　大口顧客（中央政府および中央銀行、機関ならびに企業）に対するエクスポージャーについては、2013

年6月26日付規則（EU）第575/2013号（その後の改正を含む。）第153条に計算式が定められている。

■　小口顧客のエクスポージャーについては、2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号（その後の改正を含

む。）第154条に計算式が定められている。

「株式」カテゴリのリスク加重資産は、エクスポージャーの帳簿価額に標準的加重比率をかけることで計

算される。これらの加重比率は、2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号（その後の改正を含む。）第155

条に規定されており、当該株主資本の内容によって決まる。十分に分散したポートフォリオのプライベー

ト・エクイティ・エクスポージャーは190％、上場株主資本に対するエクスポージャーは290％、その他すべ

ての「株式」エクスポージャーは370％であるが、除外基準（加重比率250％）の計算に使用される金融会社

に対する株式投資（10％超）は除く。

「その他の債権でない資産」のリスク加重エクスポージャー金額は、2013年6月26日付規則（EU）第

575/2013号（その後の改正を含む。）第156条に従って計算される。

前述の計算式のパラメータの見積りは、クレディ・アグリコル・エス・エーが内部で収集した過去の債務

不履行および損失のデータを使用して行われる。これらのパラメータの計算に使用される債務不履行の定義

付けがその価値に重大な影響を有することは、注意を要する。
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債務不履行時エクスポージャー（EAD）は、取引相手先が債務不履行に陥った場合の、当該取引相手先に

対するエクスポージャー額である。貸借対照表上、EADは、標準的アプローチを用いるヘッジ対象については

信用リスクに対するエクスポージャー（引当金を除く。）に、内部格付を用いるヘッジ対象については総額

に相当する。当該取引相手先が使用していない限度額および融資コミットメントについては、クレジット換

算係数（CCF）の適用により、コミットメント総額の一部が考慮される。CCFの見積りは、監督当局が小口顧

客ポートフォリオについて認証した内部方法を使用して行われる。内部CCFの見積りは、債務不履行の際に観

察されたCCFに基づき、エクスポージャー・クラス別に行われる。その他のポートフォリオについては、コ

ミットメントの内容および期間に応じて、20％、50％または100％の標準的CCFが適用される。

大口顧客の債務不履行は、顧客別に定義される。このため、伝播の原則が採用されている。債務不履行の

顧客に対するエクスポージャーがある場合、格付の統一性（「RUN」）が求められる事業体において、当該顧

客のすべての債務、およびクレディ・アグリコル・エス・エーに対する当該顧客のすべての債務が、債務不

履行に分類される。

小口顧客については、欧州銀行監督機構による新ガイドラインに従って債務不履行の内部定義が変更され

たことに伴い、債務不履行の定義は現在、債務者レベルにのみ適用される。伝播の規則は、事業体によって

定義され、正確に文書化されている（共同名義、個人または専門家の残高、リスク・グループの概念等）。

使用する格付データの適切性および信頼性は、構造化・文書化された組織であることを前提にした内部モ

デル（当行グループ全体で実施され、事業体、グループ・リスク管理部門および監査機能が参加する。）の

最初の認証プロセス、およびその後のメンテナンスによって保証されている。

ソルベンシー比率の計算に内部モデルを使用することで、クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク管

理が強化されている。特に「内部格付」アプローチの開発により、当行グループの大部分の事業体の過去の

債務不履行および損失について、信頼できるデータを秩序立って収集することができた。この種の過去の

データの収集により、現在は、それぞれの格付に平均デフォルト率（PD）および「先進的内部格付」アプ

ローチには債務不履行時の損失（LGD）を適用することで、信用リスクを定量化することが可能である。

さらに、「内部格付」モデルのパラメータは、事業体のリスクおよび信用政策の策定、実施および監督に

も利用される。大口顧客について、何年も前から活用している当行グループ独自の格付システム（同一の

ツールおよび方法、共通のデータ）は、事業体の格付および関連リスク・パラメータの使用の強化および標

準化に貢献してきた。このため、大口顧客クラスの格付は独自のもので、基準および手続、管理ツール、引

当およびリスク・ヘッジ政策ならびに警告および緻密な監督手続の元となる共通の枠組みとなっている。

様々な事業体におけるリスクを監視および管理するという役割から、格付は、そのプロセスのあらゆる段階

で、質の統制および定期的監視を受ける。

したがって、リスク測定の内部モデルは、当行グループの各事業体に健全なリスク管理実務の発展を促

し、事業部門別および事業体別の資本消費をより正確に測定することで、資本配分プロセスの効率を上げて

いる。

内部モデル認証手続に従い、クレディ・アグリコルにおいて信用リスクの資本要件を計算するために使用

されるすべての内部モデルは、当行グループの内部認証部門が独自に審査した後、標準モデル委員会に承認

申請される。この内部認証プロセスは、ECBに対して正式に承認申請する前に行われるため、事前認証とみな

されている。

認証後、内部格付を規定するシステムおよびリスク・パラメータの計算は、当行グループの各事業体内で

恒常的および定期的統制の対象となる。

2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号（その後の改正を含む。）第189条に従い、格付制度の機能につ

いての年次報告書が管理機関（クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク委員会およびグループ・リスク

委員会）に提出されている。この発表には、内部モデルの独立レビューおよび検証プロセスの全体的な結果

が含まれている。

 

モデルパラメーター ポートフォリオ／事業体 モデル数
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デフォルト率

ソブリン 1

地方自治体 8

金融機関（銀行、保険会社、ファンド等） 6

専門金融会社 6

企業 10

リテール・バンキング－LCL 2

リテール・バンキング－クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイ

ナンス・アンド・モビリティ
19

リテール・バンキング－クレディ・アグリコル・CIB 1

リテール・バンキング－CAイタリア 7

債務不履行時の損失

ソブリン 1

金融機関（銀行、保険会社、ファンド等） 4

専門金融会社 8

企業 1

リテール・バンキング－LCL 3

リテール・バンキング－クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイ

ナンス・アンド・モビリティ
12

リテール・バンキング－クレディ・アグリコル・CIB 1

リテール・バンキング－CAイタリア 3

クレジット換算係数

リテール・バンキング－LCL 1

リテール・バンキング－クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイ

ナンス・アンド・モビリティ
3

リテール・バンキング－CAイタリア 3

 

3.4.2.2.3　内部格付に基づくアプローチに基づくエクスポージャーの質

内部格付システムおよび手続の表示

内部格付システムおよび手続については、「2．リスク管理－2.4信用リスク－Ⅱ.信用リスク管理－2.リ

スク測定方法およびシステム」の項に記載されている。

小口顧客の信用リスク・エクスポージャーのクラスは、これらに使用される内部格付がその他のクラスで

使用されているものと同じではないため、個別に表示している。
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基礎的内部格付に基づくアプローチ－2024年12月31日現在のエクスポージャー・クラス別およびデフォルト

率（PD）カテゴリ別信用リスク・エクスポージャー（CR6）

 

2024年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

基礎的

IRB

デフォル

ト率の範

囲

オンバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

クレジット

換算係数適

用前オフバ

ランスシー

ト・エクス

ポージャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均ク

レジット

換算係数

(％)

クレジッ

ト換算係

数適用後

および信

用リスク

軽減後の

エクス

ポー

ジャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均デ

フォルト

率(％)

債務不履

行時の損

失エクス

ポー

ジャー加

重平均

(％)

支払期

日まで

のエク

スポー

ジャー

加重平

均期間

(年)

支援要

素後の

リスク

加重エ

クス

ポー

ジャー

リスク加

重エクス

ポー

ジャーの

密度(％)

予想

損失

評価調

整およ

び引当

金
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中央政府

および中

央銀行

0.00以上

0.15未満
184,860 181 75.00％ 186,097 - 45.00％ 2.50 661 0.36％ - (52)

0.00以

上

0.10未

満

184,851 181 75.00％ 186,088 - 45.00％ 2.50 658 0.35％ - (52)

0.10以

上

0.15未

満

9 - - 9 0.12％ 45.00％ 2.50 3 34.94％ - -

0.15以上

0.25未満
91 - - 91 0.16％ 45.00％ 2.50 38 41.13％ - -

0.25以上

0.50未満
21 4 75.00％ 24 0.45％ 45.00％ 2.50 17 70.27％ - -

0.50以上

0.75未満
40 124 75.00％ 133 0.60％ 45.00％ 2.50 107 79.98％ - -

0.75以上

2.50未満
1 - 48.39％ 2 1.30％ 45.00％ 2.50 2 105.85％ - -

0.75以

上

1.75未

満

1 - 48.39％ 2 1.30％ 45.00％ 2.50 2 105.85％ - -

1.75以

上

2.5未満

- - - - - - - - - - -

2.50以上

10.00未

満

2 - - 2 3.00％ 45.00％ 2.50 2 136.14％ - -

2.5以上

5未満
2 - - 2 3.00％ 45.00％ 2.50 2 136.14％ - -

5以上

10未満
- - - - - - - - - - -

10.00以

上

100.00未

満

- - - - - - - - - - -

10以上

20未満
- - - - - - - - - - -

20以上

30未満
- - - - - - - - - - -

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

- - - - - - - - - - -

小計 185,016 308 74.98％ 186,349 0.00％ 45.00％ 2.50 826 0.44％ 1 (52)
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機関

0.00以上

0.15未満
427,566 717 52.20％ 428,510 0.03％ 0.73％ 2.50 1,471 0.34％ 1 -

0.00以

上

0.10未

満

424,733 683 51.61％ 425,655 0.03％ 0.66％ 2.50 1,156 0.27％ 1 -

0.10以

上

0.15未

満

2,833 33 64.29％ 2,855 0.11％ 11.65％ 2.50 315 11.04％ - -

0.15以上

0.25未満
415 20 66.40％ 431 0.21％ 12.75％ 2.50 68 15.67％ - -

0.25以上

0.50未満
4 1 43.57％ 4 0.30％ 45.00％ 2.50 2 59.39％ - -

0.50以上

0.75未満
17 9 23.28％ 19 0.60％ 23.93％ 2.50 10 52.59％ - -

0.75以上

2.50未満
9 21 29.61％ 15 0.82％ 45.00％ 2.50 17 115.05％ - -

0.75以

上

1.75未

満

9 19 29.70％ 15 0.79％ 45.00％ 2.50 17 114.54％ - -

1.75以

上

2.5未満

- 1 28.18％ - 1.90％ 45.00％ 2.50 - 138.20％ - -

2.50以上

10.00未

満

- 11 67.41％ 8 3.10％ 45.00％ 2.50 10 138.81％ - -

2.5以上

5未満
- 10 74.98％ 7 3.00％ 45.00％ 2.50 10 136.14％ - -

5以上

10未満
- 2 22.81％ - 5.00％ 45.00％ 2.50 1 190.42％ - -

10.00以

上100.00

未満

1 - 43.64％ 1 19.63％ 45.00％ 2.50 2 264.31％ - -

10以上

20未満
- - 20.01％ - 11.99％ 44.98％ 2.50 - 253.46％ - -

20以上

30未満
1

-

         
100.00％ 1 20.00％ 45.00％ 2.50 2 264.84％ - -

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

0 - - - 100.00％ 45.00％ 2.50 - - - -

小計 428,011 779 51.84％ 428,988 0.03％ 0.75％ 2.50 1,581 0.37％ 2 -

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)
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企業－中

小企業

0.00以上

0.15未満
294 274 72.96％ 455 0.07％ 43.24％ 2.50 82 18.09％ - -

0.00以

上

0.10未

満

237 205 76.66％ 360 0.05％ 43.59％ 2.50 59 16.30％ - -

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以上

0.25未満
1 3 99.84％ 3 0.16％ 45.00％ 2.50 1 34.94％ - -

0.25以上

0.50未満
977 446 62.10％ 1,235 0.39％ 40.33％ 2.50 516 41.75％ 2 (2)

0.50以上

0.75未満
33 3 86.48％ 35 0.60％ 42.91％ 2.50 22 62.68％ - -

0.75以上

2.50未満
624 633 82.35％ 975 1.06％ 42.90％ 2.50 697 71.52％ 4 (9)

0.75以

上

1.75未

満

573 623 82.49％ 917 1.01％ 42.76％ 2.50 643 70.11％ 4 (8)

1.75以

上

2.5未満

50 11 74.32％ 58 1.93％ 45.07％ 2.50 54 93.91％ 1 (1)

2.50以上

10.00未

満

191 182 85.09％ 259 3.85％ 44.41％ 2.50 276 106.59％ 4 (13)

2.5以上

5未満
156 172 84.92％ 231 3.29％ 44.48％ 2.50 235 101.73％ 3 (11)

5以上

10未満
35 10 87.84％ 28 8.54％ 43.87％ 2.50 41 146.92％ 1 (2)

10.00以

上

100.00未

満

81 28 81.15％ 76 22.53％ 45.12％ 2.50 143 188.38％ 8 (20)

10以上

20未満
18 19 91.38％ 22 15.25％ 45.48％ 2.50 41 186.46％ 2 (3)

20以上

30未満
63 9 58.45％ 54 25.50％ 44.98％ 2.50 102 189.16％ 6 (17)

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

55 15 29.25％ 22 100.00％ 45.26％ 2.50 - - 10 (19)

小計 2,257 1,583 74.84％ 3,061 2.11％ 42.11％ 2.50 1,738 56.79％ 29 (63)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)
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企業－専

門金融会

社

0.00以上

0.15未満
- - - - - - - - - - -

0.00以

上

0.10未

満

- - - - - - - - - - -

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以上

0.25未満
79 - - 79 0.16％ 45.00％ 2.50 25 31.76％ - -

0.25以上

0.50未満
34 5 75.00％ 38 0.30％ 45.00％ 2.50 17 45.15％ - -

0.50以上

0.75未満
85 1 75.00％ 86 0.60％ 45.00％ 2.50 56 65.78％ - -

0.75以上

2.50未満
49 14 75.00％ 60 1.09％ 45.00％ 2.50 47 78.58％ - -

0.75以

上

1.75未

満

49 14 75.00％ 60 1.09％ 45.00％ 2.50 47 78.58％ - -

1.75以

上

2.5未満

- - - - - - - - - - -

2.50以上

10.00未

満

- - - - - - - - - - -

2.5以上

5未満
- - - - - - - - - - -

5以上

10未満
- - - - - - - - - - -

10.00以

上

100.00未

満

5 - - 5 20.00％ 45.00％ 2.50 9 189.39％ - (1)

10以上

20未満
- - - - - - - - - - -

20以上

30未満
5 - - 5 20.00％ 45.00％ 2.50 9 189.39％ - (1)

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

- - - - - - - - - - -

小計 253 20 75.00％ 268 0.90％ 45.00％ 2.50 155 57.93％ - (1)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)
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企業－そ

の他

0.00以上

0.15未満
8,714 8,894 65.51％ 14,329 0.06％ 45.61％ 2.55 3,141 21.92％ 4 (12)

0.00以

上

0.10未

満

7,161 6,398 67.30％ 11,266 0.04％ 46.13％ 2.57 2,085 18.51％ 2 (7)

0.10以

上

0.15未

満

1,552 2,496 60.92％ 3,063 0.12％ 43.70％ 2.50 1,057 34.50％ 2 (5)

0.15以上

0.25未満
222 87 86.48％ 297 0.16％ 44.51％ 2.50 127 42.85％ - -

0.25以上

0.50未満
2,352 6,627 69.68％ 6,767 0.36％ 44.07％ 2.50 4,168 61.60％ 11 (27)

0.50以上

0.75未満
331 213 84.03％ 509 0.60％ 44.14％ 2.50 411 80.78％ 1 (2)

0.75以上

2.50未満
1,646 2,676 66.66％ 3,009 1.09％ 45.02％ 2.50 3,017 100.26％ 15 (51)

0.75以

上

1.75未

満

1,328 2,573 66.94％ 2,631 0.97％ 45.03％ 2.50 2,562 97.38％ 11 (42)

1.75以

上

2.5未満

319 103 59.59％ 377 1.92％ 44.98％ 2.50 454 120.37％ 3 (10)

2.50以上

10.00未

満

604 825 72.57％ 939 4.43％ 45.16％ 2.50 1,430 152.29％ 19 (47)

2.5以上

5未満
451 643 73.42％ 743 3.42％ 45.08％ 2.50 1,052 141.54％ 11 (28)

5以上

10未満
154 182 69.53％ 196 8.28％ 45.49％ 2.50 379 193.04％ 7 (19)

10.00以

上

100.00未

満

198 332 84.20％ 374 19.44％ 44.99％ 2.50 951 254.31％ 33 (66)

10以上

20未満
69 131 88.26％ 143 15.43％ 45.00％ 2.50 338 236.82％ 10 (13)

20以上

30未満
129 201 81.54％ 231 21.92％ 44.99％ 2.50 613 265.12％ 23 (53)

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

211 75 60.67％ 142 100.00％ 45.39％ 2.50 - - 82 (105)

小計 14,278 19,728 67.95％ 26,366 1.23％ 45.08％ 2.53 13,247 50.24％ 165 (311)

合計（す

べてのエ

クスポー

ジャー・

クラス）

 

629,815 22,418 67.98％ 645,032   2.50 17,547 2.72％ 197 (429)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 271/1736



 

基礎的内部格付に基づくアプローチ－2023年12月31日現在のエクスポージャー・クラス別およびデフォルト

率（PD）カテゴリ別信用リスク・エクスポージャー（CR6）

 

2023年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

基礎的

IRB

デフォル

ト率の範

囲

オンバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

クレジッ

ト換算係

数適用前

オフバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均ク

レジット

換算係数

(％)

クレジッ

ト換算係

数適用後

および信

用リスク

軽減後の

エクス

ポー

ジャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均デ

フォルト

率(％)

債務不履

行時の損

失エクス

ポー

ジャー加

重平均

(％)

支払期

日まで

のエク

スポー

ジャー

加重平

均期間

(年)

支援要素

後のリス

ク加重エ

クスポー

ジャー

リスク加

重エクス

ポー

ジャーの

密度(％)

予想

損失

評価調

整およ

び引当

金

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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中央政府

および中

央銀行

0.00以上

0.15未満
182,438 - 73.91％ 184,241 - 45.00％ 2.50 580 0.32％ - (35)

0.00以

上

0.10未

満

182,438 - 73.91％ 184,241 - 45.00％ 2.50 580 0.32％ - (35)

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以上

0.25未満
91 - - 91 0.16％ 45.00％ 2.50 37 41.13％ - -

0.25以上

0.50未満
22 - - 22 0.26％ 45.00％ 2.50 12 53.12％ - -

0.50以上

0.75未満
1 164 75.00％ 123 0.60％ 45.00％ 2.50 99 79.98％ - (2)

0.75以上

2.50未満
4 - 75.00％ 5 1.25％ 45.00％ 2.50 5 104.34％ - -

0.75以

上

1.75未

満

4 - 75.00％ 5 1.25％ 45.00％ 2.50 5 104.34％ - -

1.75以

上

2.5未満

- - - - - - - - - - -

2.50以上

10.00未

満

- - - - 3.00％ 45.00％ 2.50 1 136.15％ - -

2.5以上

5未満
- - - - 3.00％ 45.00％ 2.50 1 136.15％ - -

5以上

10未満
- - - - - - - - - - -

10.00以

上

100.00未

満

- - - - - - - - - - -

10以上

20未満
- - - - - - - - - - -

20以上

30未満
- - - - - - - - - - -

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

- - - - - - - - - - -

小計 182,556 164 75.00％ 184,482 0.00％ 45.00％ 2.50 733 0.40％ 1 (37)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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機関

0.00以上

0.15未満
430,080 722 48.64％ 430,846 0.03％ 0.79％ 2.50 1,589 0.37％ 1 -

0.00以

上

0.10未

満

427,884 678 47.72％ 428,622 0.03％ 0.73％ 2.50 1,313 0.31％ 1 -

0.10以

上

0.15未

満

2,196 44 62.59％ 2,224 0.11％ 13.08％ 2.50 276 12.42％ - -

0.15以上

0.25未満
257 19 69.51％ 271 0.21％ 16.76％ 2.50 52 19.10％ - -

0.25以上

0.50未満
21 9 50.24％ 25 0.39％ 27.09％ 2.50 12 45.78％ - -

0.50以上

0.75未満
5 11 48.94％ 11 0.60％ 45.00％ 2.50 11 104.01％ - -

0.75以上

2.50未満
8 26 32.56％ 17 1.05％ 45.00％ 2.50 21 123.71％ - -

0.75以

上

1.75未

満

8 24 33.23％ 16 1.00％ 45.00％ 2.50 19 123.37％ - -

1.75以

上

2.5未満

- 2 24.75％ 1 1.90％ 45.00％ 2.50 1 129.64％ - -

2.50以上

10.00未

満

8 - 90.48％ 9 3.06％ 45.00％ 2.50 12 137.79％ - -

2.5以上

5未満
8 - - 8 3.00％ 45.00％ 2.50 11 136.14％ - -

5以上

10未満
- - 90.48％ - 5.00％ 45.00％ 2.50 - 190.42％ - -

10.00以

上

100.00未

満

3 - 37.55％ 3 14.41％ 45.00％ 2.50 7 257.93％ - -

10以上

20未満
2 - 26.25％ 2 12.00％ 45.00％ 2.50 5 253.54％ - -

20以上

30未満
1 - 100.00％ 1 20.00％ 45.00％ 2.50 2 268.10％ - -

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

- - - - 100.00％ 45.01％ 2.50 - - - -

小計 430,383 787 48.64％ 431,181 0.03％ 0.81％ 2.50 1,703 0.40％ 2 -

EDINET提出書類
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企業－中

小企業

0.00以上

0.15未満
296 265 73.18％ 468 0.08％ 41.39％ 2.50 89 18.95％ - -

0.00以

上

0.10未

満

140 180 76.56％ 282 0.05％ 43.19％ 2.50 44 15.50％ - -

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以上

0.25未満
103 24 76.19％ 82 0.16％ 45.00％ 2.50 29 34.69％ - -

0.25以上

0.50未満
784 551 63.73％ 1,086 0.37％ 40.86％ 2.50 463 42.62％ 2 (4)

0.50以上

0.75未満
65 8 81.65％ 72 0.60％ 42.59％ 2.50 39 54.66％ - -

0.75以上

2.50未満
579 483 81.96％ 779 1.02％ 43.49％ 2.50 543 69.72％ 3 (18)

0.75以

上

1.75未

満

531 475 82.10％ 726 0.95％ 43.37％ 2.50 497 68.49％ 3 (18)

1.75以

上

2.5未満

49 8 74.03％ 53 1.93％ 45.08％ 2.50 46 86.50％ - (1)

2.50以上

10.00未

満

200 118 77.98％ 164 4.08％ 44.35％ 2.50 175 106.49％ 3 (14)

2.5以上

5未満
152 98 76.82％ 140 3.35％ 44.15％ 2.50 140 100.23％ 2 (9)

5以上

10未満
48 20 83.73％ 24 8.25％ 45.45％ 2.50 35 142.38％ 1 (4)

10.00以

上

100.00未

満

64 16 58.18％ 46 24.97％ 45.04％ 2.50 86 186.12％ 5 (9)

10以上

20未満
21 8 60.11％ 13 16.31％ 45.00％ 2.50 22 163.46％ 1 (2)

20以上

30未満
44 7 55.92％ 33 28.54％ 45.05％ 2.50 64 195.45％ 4 (7)

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

77 22 42.37％ 54 100.00％ 44.95％ 2.50 - - 25 (34)

小計 2,170 1,486 72.38％ 2,750 3.10％ 42.22％ 2.50 1,423 51.72％ 38 (80)
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企業－専

門金融会

社

0.00以上

0.15未満
- - - - - - - - - - -

0.00以

上

0.10未

満

- - - - - - - - - - -

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以上

0.25未満
86 - - 86 0.16％ 45.00％ 2.50 27 31.76％ - -

0.25以上

0.50未満
69 4 75.00％ 65 0.36％ 45.00％ 2.50 35 53.61％ - -

0.50以上

0.75未満
41 - - 41 0.60％ 45.00％ 2.50 24 59.99％ - -

0.75以上

2.50未満
70 2 75.00％ 71 1.00％ 45.00％ 2.50 56 79.17％ - -

0.75以

上

1.75未

満

70 2 75.00％ 71 1.00％ 45.00％ 2.50 56 79.17％ - -

1.75以

上

2.5未満

- - - - - - - - - - -

2.50以上

10.00未

満

2 - - 2 3.00％ 45.00％ 2.50 2 102.11％ - -

2.5以上

5未満
2 - - 2 3.00％ 45.00％ 2.50 2 102.11％ - -

5以上

10未満
- - - - - - - - - - -

10.00以

上

100.00未

満

6 - - 6 20.12％ 45.00％ 2.50 12 189.87％ 1 -

10以上

20未満
- - - - - - - - - - -

20以上

30未満
6 - - 6 20.12％ 45.00％ 2.50 12 189.87％ 1 -

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

3 - - 3 100.00％ 45.00％ 2.50 - - 1 -

小計 278 5 75.00％ 275 2.17％ 45.00％ 2.50 157 57.20％ 3 -
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企業－そ

の他

0.00以上

0.15未満
7,937 9,792 65.79％ 14,326 0.06％ 45.57％ 2.55 3,078 21.49％ 3 (8)

0.00以

上

0.10未

満

6,671 7,206 67.92％ 11,557 0.04％ 46.03％ 2.57 2,121 18.36％ 2 (5)

0.10以

上

0.15未

満

1,267 2,586 59.85％ 2,769 0.12％ 43.64％ 2.50 956 34.54％ 1 (2)

0.15以上

0.25未満
324 215 70.89％ 477 0.16％ 44.69％ 2.50 198 41.59％ - -

0.25以上

0.50未満
2,684 5,728 67.42％ 6,199 0.35％ 44.14％ 2.50 3,767 60.76％ 10 (24)

0.50以上

0.75未満
208 214 83.40％ 384 0.60％ 43.89％ 2.50 317 82.62％ 1 (2)

0.75以上

2.50未満
1,657 2,450 76.01％ 2,728 1.09％ 44.84％ 2.50 2,703 99.09％ 13 (54)

0.75以

上

1.75未

満

1,417 2,380 76.27％ 2,443 0.99％ 44.83％ 2.50 2,358 96.51％ 11 (46)

1.75以

上

2.5未満

240 70 67.38％ 285 1.92％ 45.01％ 2.50 345 121.30％ 2 (8)

2.50以上

10.00未

満

553 389 63.23％ 499 4.25％ 44.71％ 2.50 745 149.13％ 10 (27)

2.5以上

5未満
429 296 66.43％ 422 3.52％ 44.60％ 2.50 595 141.07％ 7 (19)

5以上

10未満
124 93 53.06％ 77 8.26％ 45.31％ 2.50 149 193.19％ 3 (7)

10.00以

上

100.00未

満

123 34 56.23％ 62 20.70％ 45.00％ 2.50 161 258.61％ 6 (8)

10以上

20未満
34 14 74.85％ 12 16.49％ 45.00％ 2.50 30 240.85％ 1 (2)

20以上

30未満
89 21 43.75％ 50 21.76％ 45.00％ 2.50 131 263.05％ 5 (6)

30.00以

上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務不

履行）

236 99 77.08％ 169 100.00％ 45.15％ 2.50 - - 95 (100)

小計 13,723 18,921 67.85％ 24,845 1.07％ 45.07％ 2.53 10,969 44.15％ 138 (222)

合計（す

べてのエ

クスポー

ジャー・

クラス）

 

629,110 21,363 67.52％ 643,534   2.50 14,986 2.33％ 181 (340)
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先進的内部格付に基づくアプローチ－ポートフォリオ別およびデフォルト率（PD）の範囲別信用リスク・エ

クスポージャー－2024年12月31日現在（CR6）

 

2024年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

先進的

IRB

デフォ

ルト率

の範囲

オンバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

クレジッ

ト換算係

数適用前

オフバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均ク

レジット

換算係数

(％)

クレジッ

ト換算係

数適用後

および信

用リスク

軽減後の

エクス

ポー

ジャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均デ

フォルト

率(％)

債務不履

行時の損

失エクス

ポー

ジャー加

重平均

(％)

支払期

日まで

のエク

スポー

ジャー

加重平

均期間

(年)

支援要素

後のリス

ク加重エ

クスポー

ジャー

リスク加

重エクス

ポー

ジャーの

密度(％)

予想損

失

評価調

整およ

び引当

金

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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中央政府

および中

央銀行

0.00以

上

0.15未

満

117,734 1,801 69.00％ 138,754 0.01％ 8.10％ 1.73 844 0.61％ 2 (19)

0.00以

上

0.10未

満

117,734 1,801 69.00％ 138,754 0.01％ 8.10％ 1.73 844 0.61％ 2 (19)

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以

上

0.25未

満

703 1,479 74.00％ 3,891 0.16％ 9.59％ 4.51 498 12.79％ 1 (1)

0.25以

上

0.50未

満

1,346 24 20.00％ 1,350 0.30％ 9.88％ 1.87 151 11.16％ 0 (2)

0.50以

上

0.75未

満

719 583 75.00％ 277 0.60％ 10.00％ 3.74 59 21.27％ 0 (1)

0.75以

上

2.50未

満

479 449 75.00％ 40 0.93％ 45.00％ 4.17 47 116.37％ 0 (0)

0.75以

上

1.75未

満

479 449 75.00％ 40 0.93％ 45.00％ 4.17 47 116.37％ 0 (0)

1.75以

上

2.5未

満

- - - - - - - - - - -

2.50以

上10.00

未満

517 256 75.00％ 30 5.00％ 60.00％ 4.55 74 246.48％ 1 (0)

2.5以

上

5未満

- - - - - - - - - - -

5以上

10未満
517 256 75.00％ 30 5.00％ 60.00％ 4.55 74 246.48％ 1 (0)

10.00以

上

100.00

未満

1,098 742 75.00％ 196 14.35％ 61.35％ 2.20 604 307.30％ 17 (7)

10以上

20未満
841 455 75.00％ 139 12.00％ 60.35％ 2.44 405 291.95％ 10 (5)

20以上

30未満
257 287 75.01％ 58 20.00％ 63.75％ 1.61 199 344.19％ 7 (2)

30.00

以上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務
35 - - 35 100.00％ 45.00％ 4.97 0 1.10％ 19 (19)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 122,630 5,333 72.45％ 144,574 0.06％ 8.26％ 1.82 2,277 1.58％ 41 (49)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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機関

0.00以

上

0.15未

満

13,606 4,311 51.11％ 22,103 0.04％ 26.31％ 1.98 1,931 8.74％ 2 1

0.00以

上

0.10未

満

13,181 2,628 60.20％ 20,948 0.04％ 25.51％ 1.97 1,529 7.30％ 2 2

0.10以

上

0.15未

満

426 1,682 36.92％ 1,155 0.11％ 40.95％ 2.21 402 34.84％ 1 (1)

0.15以

上

0.25未

満

1,823 3,124 63.86％ 1,357 0.20％ 48.13％ 2.36 754 55.57％ 1 (3)

0.25以

上

0.50未

満

353 780 27.35％ 423 0.30％ 46.51％ 1.80 276 65.19％ 1 (1)

0.50以

上

0.75未

満

490 319 25.10％ 441 0.60％ 24.29％ 1.66 199 45.05％ 1 (1)

0.75以

上

2.50未

満

265 458 21.03％ 170 0.88％ 55.65％ 1.28 203 119.72％ 1 (1)

0.75以

上

1.75未

満

260 413 20.66％ 159 0.81％ 56.03％ 1.30 190 119.09％ 1 (1)

1.75以

上

2.5未

満

5 44 24.47％ 10 1.90％ 49.84％ 0.95 14 129.38％ 0 (0)

2.50以

上10.00

未満

28 27 21.70％ 12 5.00％ 58.21％ 1.15 25 212.87％ 0 (0)

2.5以

上

5未満

- - - - - - - - - - -

5以上

10未満
28 27 21.70％ 12 5.00％ 58.21％ 1.15 25 212.87％ 0 (0)

10.00以

上

100.00

未満

94 38 41.50％ 7 13.38％ 54.96％ 3.91 23 342.15％ 1 (1)

10以上

20未満
93 38 41.50％ 6 12.00％ 50.40％ 4.19 18 310.97％ 0 (1)

20以上

30未満
1 - - 1 20.00％ 76.84％ 2.53 6 491.55％ 0 -

30.00

以上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務
250 204 7.41％ 439 100.00％ 45.00％ 1.36 5 1.10％ 416 (416)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 16,910 9,261 49.94％ 24,951 1.84％ 28.36％ 1.98 3,416 13.69％ 422 (421)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 282/1736



企業－中

小企業

0.00以

上

0.15未

満

434 524 70.15％ 616 0.07％ 41.08％ 2.12 104 16.86％ 0 (0)

0.00以

上

0.10未

満

245 452 76.72％ 410 0.05％ 40.13％ 1.89 53 12.97％ 0 (0)

0.10以

上

0.15未

満

189 72 29.18％ 206 0.12％ 42.95％ 2.58 51 24.61％ 0 (0)

0.15以

上

0.25未

満

4,624 233 64.58％ 4,779 0.16％ 44.53％ 2.54 1,361 28.47％ 3 (1)

0.25以

上

0.50未

満

5,074 397 44.35％ 5,241 0.40％ 44.05％ 2.53 2,421 46.19％ 9 (9)

0.50以

上

0.75未

満

95 2 41.35％ 96 0.51％ 44.89％ 2.50 50 51.65％ 0 (0)

0.75以

上

2.50未

満

4,693 461 57.08％ 4,868 1.12％ 42.78％ 2.52 3,307 67.95％ 23 (42)

0.75以

上

1.75未

満

4,469 447 56.54％ 4,633 1.07％ 42.67％ 2.52 3,101 66.93％ 21 (38)

1.75以

上

2.5未

満

224 14 73.94％ 234 2.12％ 44.93％ 2.50 207 88.14％ 2 (4)

2.50以

上10.00

未満

1,769 132 61.82％ 1,806 4.46％ 40.88％ 2.53 1,740 96.35％ 34 (66)

2.5以

上

5未満

1,126 108 59.95％ 1,196 3.19％ 39.08％ 2.55 1,025 85.70％ 15 (42)

5以上

10未満
643 24 70.34％ 610 6.96％ 44.40％ 2.49 715 117.25％ 19 (24)

10.00以

上

100.00

未満

486 19 43.61％ 494 20.76％ 38.91％ 2.50 738 149.27％ 40 (97)

10以上

20未満
271 9 42.27％ 276 14.59％ 39.95％ 2.50 391 142.04％ 16 (48)

20以上

30未満
120 9 42.09％ 124 22.37％ 42.13％ 2.48 211 171.04％ 12 (12)

30.00

以上

100.00

未満

94 1 65.06％ 95 36.55％ 31.72％ 2.50 135 141.98％ 11 (38)

100.00

（債務
530 28 26.52％ 539 100.00％ 45.25％ 2.49 57 10.55％ 244 (277)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 17,705 1,797 58.76％ 18,440 4.38％ 43.33％ 2.51 9,778 53.03％ 353 (493)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 284/1736



企業－専

門金融会

社

0.00以

上

0.15未

満

1,954 1,483 31.98％ 2,345 0.08％ 16.00％ 2.24 215 9.19％ 1 (0)

0.00以

上

0.10未

満

1,253 774 41.17％ 1,541 0.05％ 12.41％ 3.11 134 8.66％ 0 (0)

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以

上

0.25未

満

5,963 1,021 59.64％ 5,745 0.16％ 9.00％ 3.44 557 9.69％ 1 (4)

0.25以

上

0.50未

満

14,706 5,927 54.18％ 15,015 0.30％ 11.66％ 3.22 2,456 16.36％ 5 (11)

0.50以

上

0.75未

満

8,746 3,152 59.41％ 8,644 0.60％ 14.71％ 3.65 2,578 29.83％ 8 (10)

0.75以

上

2.50未

満

16,203 6,985 53.95％ 13,504 1.02％ 14.51％ 3.21 4,525 33.51％ 20 (68)

0.75以

上

1.75未

満

14,096 6,167 53.85％ 12,015 0.91％ 14.37％ 3.17 3,854 32.08％ 16 (50)

1.75以

上

2.5未

満

2,107 818 54.71％ 1,489 1.90％ 15.60％ 3.49 671 45.06％ 4 (19)

2.50以

上10.00

未満

1,738 468 64.32％ 1,644 4.01％ 16.62％ 3.09 944 57.43％ 11 (47)

2.5以

上

5未満

711 348 63.89％ 890 3.00％ 13.74％ 3.05 389 43.71％ 4 (5)

5以上

10未満
1,026 120 65.58％ 754 5.21％ 20.02％ 3.13 555 73.64％ 8 (42)

10.00以

上

100.00

未満

1,268 258 72.37％ 1,076 15.61％ 31.97％ 2.58 1,728 160.51％ 50 (220)

10以上

20未満
666 28 67.21％ 616 12.29％ 39.86％ 1.87 1,167 189.37％ 30 (118)

20以上

30未満
601 230 72.99％ 460 20.07％ 21.38％ 3.53 560 121.86％ 20 (102)

30.00

以上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務
1,308 67 54.91％ 1,030 100.00％ 33.56％ 2.36 157 15.28％ 499 (499)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 51,885 19,361 54.03％ 49,004 3.08％ 13.95％ 3.24 13,161 26.86％ 596 (862)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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企業－そ

の他

0.00以

上

0.15未

満

49,419 110,351 59.27％ 116,090 0.06％ 35.11％ 2.20 20,062 17.28％ 15 (54)

0.00以

上

0.10未

満

34,659 89,012 58.66％ 89,540 0.04％ 34.64％ 2.17 12,523 13.99％ 5 (38)

0.10以

上

0.15未

満

14,759 21,339 61.79％ 26,550 0.12％ 36.70％ 2.32 7,540 28.40％ 10 (16)

0.15以

上

0.25未

満

1,476 3,089 51.33％ 3,555 0.16％ 32.20％ 2.57 1,140 32.06％ 2 (4)

0.25以

上

0.50未

満

28,573 39,331 60.76％ 46,339 0.34％ 38.69％ 2.36 24,764 53.44％ 53 (159)

0.50以

上

0.75未

満

402 337 69.58％ 351 0.58％ 61.55％ 0.34 392 111.57％ 1 (4)

0.75以

上

2.50未

満

14,257 12,358 65.57％ 16,984 1.01％ 41.92％ 2.54 15,995 94.18％ 76 (291)

0.75以

上

1.75未

満

13,200 11,425 64.42％ 15,811 0.94％ 40.40％ 2.50 13,926 88.08％ 62 (253)

1.75以

上

2.5未

満

1,057 933 79.60％ 1,173 1.89％ 62.34％ 2.99 2,070 176.39％ 14 (38)

2.50以

上10.00

未満

4,881 2,690 67.17％ 4,682 4.89％ 42.33％ 2.37 6,898 147.33％ 97 (441)

2.5以

上

5未満

3,119 1,881 66.08％ 3,003 3.10％ 43.31％ 2.42 4,044 134.65％ 42 (266)

5以上

10未満
1,763 810 69.68％ 1,679 8.11％ 40.56％ 2.29 2,854 170.00％ 55 (175)

10.00以

上

100.00

未満

2,851 572 71.70％ 1,248 17.55％ 43.74％ 2.51 3,017 241.70％ 98 (172)

10以上

20未満
1,570 296 69.07％ 857 15.23％ 42.95％ 2.43 1,969 229.82％ 57 (112)

20以上

30未満
1,270 276 74.65％ 381 22.27％ 45.86％ 2.69 1,028 270.10％ 40 (55)

30.00

以上

100.00

未満

11 1 - 11 34.03％ 31.81％ 2.50 20 183.80％ 1 (5)

100.00

（債務
1,786 801 44.45％ 2,055 100.00％ 45.80％ 1.88 24 1.17％ 1,464 (1,534)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 103,645 169,530 60.05％ 191,305 1.52％ 36.92％ 2.28 72,293 37.79％ 1,805 (2,659)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 288/1736



リテール

－中小企

業に対す

る不動産

資産担保

付

0.00以

上

0.15未

満

13 0 100.00％ 14 0.13％ 23.58％ 1.00 1 5.54％ 0 (0)

0.00以

上

0.10未

満

- - - - - - - - - - -

0.10以

上

0.15未

満

13 0 100.00％ 14 0.13％ 23.58％ 1.00 1 5.54％ 0 (0)

0.15以

上

0.25未

満

859 0 100.00％ 859 0.23％ 17.47％ 1.00 55 6.42％ 0 (0)

0.25以

上

0.50未

満

1,299 17 100.00％ 1,316 0.44％ 9.09％ 1.00 75 5.67％ 1 (0)

0.50以

上

0.75未

満

2,339 15 100.00％ 2,354 0.52％ 14.67％ 1.00 241 10.25％ 2 (1)

0.75以

上

2.50未

満

2,007 42 99.13％ 2,048 1.27％ 15.86％ 1.00 412 20.10％ 4 (5)

0.75以

上

1.75未

満

1,910 42 99.13％ 1,951 1.22％ 15.59％ 1.00 376 19.26％ 4 (4)

1.75以

上

2.5未

満

97 - - 97 2.21％ 21.46％ 1.00 36 37.07％ 0 (1)

2.50以

上10.00

未満

839 12 100.00％ 852 5.04％ 20.70％ 1.00 489 57.39％ 9 (20)

2.5以

上

5未満

324 7 100.00％ 331 3.20％ 19.12％ 1.00 132 39.82％ 2 (4)

5以上

10未満
516 5 100.00％ 521 6.20％ 21.71％ 1.00 357 68.54％ 7 (16)

10.00以

上

100.00

未満

313 7 100.00％ 320 20.72％ 21.78％ 1.00 316 98.78％ 14 (31)

10以上

20未満
179 6 100.00％ 185 13.69％ 22.16％ 1.00 176 94.91％ 6 (12)

20以上

30未満
76 1 100.00％ 77 25.91％ 21.15％ 1.00 82 106.21％ 4 (9)

30.00

以上

100.00

未満

57 0 100.00％ 57 36.50％ 21.41％ 1.00 58 101.29％ 4 (11)

100.00

（債務
145 0 100.00％ 145 100.00％ 43.13％ 1.00 85 58.87％ 62 (65)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 7,814 94 99.61％ 7,908 3.79％ 15.83％ 1.00 1,673 21.16％ 93 (123)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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リテール

－非中小

企業に対

する不動

産資産担

保付

0.00以

上

0.15未

満

70,953 1,500 100.00％ 72,453 0.07％ 8.60％ 1.00 1,353 1.87％ 5 (5)

0.00以

上

0.10未

満

65,575 1,371 100.00％ 66,946 0.07％ 8.28％ 1.00 1,150 1.72％ 4 (3)

0.10以

上

0.15未

満

5,378 129 100.00％ 5,507 0.11％ 12.48％ 1.00 203 3.68％ 1 (1)

0.15以

上

0.25未

満

17,215 7 100.00％ 17,222 0.23％ 16.48％ 1.00 1,384 8.04％ 7 (3)

0.25以

上

0.50未

満

12,376 313 100.00％ 12,690 0.29％ 10.09％ 1.00 816 6.43％ 4 (6)

0.50以

上

0.75未

満

5,346 234 100.00％ 5,580 0.59％ 9.81％ 1.00 548 9.81％ 3 (4)

0.75以

上

2.50未

満

3,415 158 100.00％ 3,573 1.23％ 18.59％ 1.00 1,025 28.70％ 8 (12)

0.75以

上

1.75未

満

3,093 158 100.00％ 3,251 1.11％ 19.30％ 1.00 941 28.96％ 7 (12)

1.75以

上

2.5未

満

323 - - 323 2.42％ 11.47％ 1.00 84 26.01％ 1 (1)

2.50以

上10.00

未満

4,178 161 100.00％ 4,339 6.12％ 16.00％ 1.00 2,788 64.25％ 42 (84)

2.5以

上

5未満

1,591 2 100.00％ 1,592 3.68％ 16.67％ 1.00 789 49.52％ 10 (18)

5以上

10未満
2,587 160 100.00％ 2,747 7.54％ 15.61％ 1.00 1,999 72.79％ 32 (67)

10.00以

上

100.00

未満

1,207 10 100.00％ 1,217 19.44％ 17.73％ 1.00 1,266 103.97％ 43 (111)

10以上

20未満
717 5 100.00％ 722 12.02％ 17.85％ 1.00 706 97.79％ 16 (41)

20以上

30未満
234 4 100.00％ 238 21.92％ 15.90％ 1.00 243 102.11％ 8 (20)

30.00

以上

100.00

未満

256 2 100.00％ 258 37.97％ 19.10％ 1.00 317 123.02％ 19 (49)

100.00

（債務
1,107 3 775.51％ 1,111 100.00％ 34.30％ 1.00 473 42.62％ 381 (255)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 115,797 2,387 100.98％ 118,185 1.54％ 10.87％ 1.00 9,653 8.17％ 492 (479)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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リテール

－適格リ

ボルビン

グ

0.00以

上

0.15未

満

125 2,849 149.28％ 4,474 0.08％ 60.72％ 1.00 164 3.67％ 2 (1)

0.00以

上

0.10未

満

51 2,202 150.85％ 3,398 0.07％ 58.23％ 1.00 102 2.99％ 1 (1)

0.10以

上

0.15未

満

74 648 143.95％ 1,076 0.12％ 68.59％ 1.00 62 5.79％ 1 (0)

0.15以

上

0.25未

満

99 2,687 77.77％ 2,189 0.21％ 175.34％ 1.00 489 22.34％ 8 (2)

0.25以

上

0.50未

満

168 476 133.90％ 830 0.33％ 63.46％ 1.00 98 11.79％ 2 (1)

0.50以

上

0.75未

満

234 660 80.77％ 771 0.60％ 88.76％ 1.00 209 27.17％ 4 (2)

0.75以

上

2.50未

満

742 1,136 94.27％ 1,852 1.50％ 57.23％ 1.00 629 33.95％ 16 (9)

0.75以

上

1.75未

満

449 792 101.85％ 1,285 1.25％ 56.88％ 1.00 382 29.72％ 9 (5)

1.75以

上

2.5未

満

293 344 76.83％ 567 2.08％ 58.00％ 1.00 247 43.52％ 7 (3)

2.50以

上10.00

未満

1,374 476 95.31％ 1,887 5.01％ 55.72％ 1.00 1,439 76.24％ 53 (33)

2.5以

上

5未満

815 330 88.05％ 1,122 3.59％ 55.65％ 1.00 693 61.75％ 22 (16)

5以上

10未満
559 146 111.66％ 765 7.10％ 55.82％ 1.00 746 97.52％ 30 (17)

10.00以

上

100.00

未満

876 154 97.89％ 1,073 22.34％ 54.91％ 1.00 1,673 155.85％ 132 (94)

10以上

20未満
481 104 102.73％ 610 12.63％ 54.31％ 1.00 799 130.85％ 42 (29)

20以上

30未満
96 5 190.25％ 110 24.99％ 59.62％ 1.00 216 196.29％ 16 (17)

30.00

以上

100.00

未満

299 46 77.09％ 353 38.30％ 54.48％ 1.00 658 186.45％ 74 (49)

100.00

（債務
353 5 39.67％ 356 100.00％ 66.03％ 1.00 67 18.72％ 235 (223)
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不履

行）

小計 3,971 8,444 108.85％ 13,432 5.46％ 79.67％ 1.00 4,767 35.49％ 452 (364)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 294/1736



リテール

－その他

の中小企

業

0.00以

上

0.15未

満

1,339 85 114.44％ 1,437 0.09％ 12.06％ 1.00 44 3.05％ 0 (0)

0.00以

上

0.10未

満

970 80 115.47％ 1,062 0.08％ 13.06％ 1.00 35 3.26％ 0 (0)

0.10以

上

0.15未

満

369 6 100.60％ 375 0.12％ 9.20％ 1.00 9 2.45％ 0 (0)

0.15以

上

0.25未

満

4,715 1,206 48.07％ 5,305 0.18％ 25.15％ 1.00 477 9.00％ 3 (1)

0.25以

上

0.50未

満

4,204 241 76.83％ 4,390 0.40％ 24.71％ 1.00 571 13.01％ 4 (4)

0.50以

上

0.75未

満

1,326 545 51.26％ 1,623 0.56％ 44.66％ 1.00 470 28.96％ 4 (1)

0.75以

上

2.50未

満

5,709 748 72.70％ 6,297 1.24％ 34.08％ 1.00 2,033 32.29％ 28 (27)

0.75以

上

1.75未

満

4,713 576 72.95％ 5,157 1.04％ 31.93％ 1.00 1,471 28.53％ 17 (17)

1.75以

上

2.5未

満

996 172 71.86％ 1,139 2.12％ 43.78％ 1.00 562 49.32％ 11 (10)

2.50以

上10.00

未満

2,502 362 94.22％ 2,878 5.11％ 38.94％ 1.00 1,456 50.61％ 56 (65)

2.5以

上

5未満

1,110 233 85.64％ 1,327 3.51％ 41.67％ 1.00 696 52.41％ 20 (22)

5以上

10未満
1,392 129 109.69％ 1,551 6.48％ 36.60％ 1.00 761 49.06％ 36 (43)

10.00以

上

100.00

未満

1,251 60 95.53％ 1,324 20.48％ 38.76％ 1.00 980 74.03％ 105 (135)

10以上

20未満
849 41 97.00％ 896 14.35％ 39.58％ 1.00 613 68.41％ 51 (56)

20以上

30未満
162 5 94.46％ 169 25.02％ 30.50％ 1.00 120 70.98％ 13 (23)

30.00

以上

100.00

未満

241 14 91.68％ 259 38.77％ 41.30％ 1.00 247 95.52％ 42 (56)

100.00

（債務
1,028 43 62.10％ 1,059 100.00％ 62.39％ 1.00 296 27.92％ 659 (541)
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不履

行）

小計 22,074 3,291 64.15％ 24,313 6.55％ 31.91％ 1.00 6,328 26.03％ 859 (774)
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リテール

－その他

の非中小

企業

0.00以

上

0.15未

満

19,243 708 100.94％ 19,957 0.08％ 12.75％ 1.00 648 3.24％ 2 (2)

0.00以

上

0.10未

満

15,827 547 101.84％ 16,384 0.07％ 11.69％ 1.00 432 2.64％ 1 (1)

0.10以

上

0.15未

満

3,416 161 97.86％ 3,573 0.12％ 17.61％ 1.00 215 6.03％ 1 (1)

0.15以

上

0.25未

満

5,064 268 73.48％ 5,265 0.22％ 30.76％ 1.00 759 14.42％ 4 (1)

0.25以

上

0.50未

満

5,025 318 98.65％ 5,339 0.34％ 30.34％ 1.00 1,059 19.84％ 6 (6)

0.50以

上

0.75未

満

4,388 107 83.67％ 4,478 0.59％ 37.83％ 1.00 1,478 33.00％ 10 (5)

0.75以

上

2.50未

満

14,289 469 107.00％ 14,795 1.40％ 40.20％ 1.00 7,624 51.53％ 83 (48)

0.75以

上

1.75未

満

10,871 421 108.79％ 11,333 1.17％ 40.02％ 1.00 5,516 48.67％ 53 (32)

1.75以

上

2.5未

満

3,418 48 91.25％ 3,462 2.15％ 40.81％ 1.00 2,108 60.88％ 30 (15)

2.50以

上10.00

未満

7,346 203 99.24％ 7,571 4.91％ 40.37％ 1.00 5,096 67.32％ 147 (116)

2.5以

上

5未満

4,444 121 99.14％ 4,582 3.58％ 41.26％ 1.00 3,056 66.70％ 68 (47)

5以上

10未満
2,902 83 99.39％ 2,989 6.94％ 39.01％ 1.00 2,040 68.27％ 79 (70)

10.00以

上

100.00

未満

3,249 25 103.13％ 3,289 22.94％ 43.12％ 1.00 3,462 105.25％ 353 (323)

10以上

20未満
1,936 19 105.86％ 1,970 13.36％ 42.95％ 1.00 1,797 91.21％ 113 (109)

20以上

30未満
280 5 93.14％ 286 23.00％ 32.87％ 1.00 276 96.64％ 22 (27)

30.00

以上

100.00

未満

1,032 2 100.16％ 1,034 41.16％ 46.30％ 1.00 1,389 134.38％ 219 (187)

100.00

（債務
2,440 5 83.14％ 2,487 100.00％ 51.94％ 1.00 516 20.75％ 1,309 (1,282)
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不履

行）

小計 61,043 2,103 97.38％ 63,181 6.16％ 30.38％ 1.00 20,642 32.67％ 1,914 (1,781)

合計（す

べてのエ

クスポー

ジャー・

クラス）

 

523,475 221,600 62.12％ 655,294   1.80 143,987 21.97％ 7,025 (8,006)
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先進的内部格付に基づくアプローチ－ポートフォリオ別およびデフォルト率（PD）の範囲別信用リスク・エ

クスポージャー－2023年12月31日現在（CR6）

 

2023年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

先進的

IRB

デフォ

ルト率

の範囲

オンバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

クレジッ

ト換算係

数適用前

オフバラ

ンスシー

ト・エク

スポー

ジャー

エクスポー

ジャー加重

平均クレ

ジット換算

係数(％)

クレジッ

ト換算係

数適用後

および信

用リスク

軽減後の

エクス

ポー

ジャー

エクス

ポー

ジャー加

重平均デ

フォルト

率(％)

債務不履

行時の損

失エクス

ポー

ジャー加

重平均

(％)

支払期

日まで

のエク

スポー

ジャー

加重平

均期間

(年)

支援要素

後のリス

ク加重エ

クスポー

ジャー

リスク加

重エクス

ポー

ジャーの

密度(％)

予想損

失

評価調

整およ

び引当

金
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中央政府

および中

央銀行

0.00以

上

0.15未

満

108,559 2,213 65.16％ 127,949 0.01％ 8.09％ 1.73 681 0.53％ 1 (14)

0.00以

上

0.10未

満

108,559 2,213 65.16％ 127,949 0.01％ 8.09％ 1.73 681 0.53％ 1 (14)

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以

上

0.25未

満

1,064 918 73.39％ 4,393 0.16％ 9.74％ 3.38 469 10.68％ 2 (1)

0.25以

上

0.50未

満

145 - - 183 0.30％ 10.00％ 2.05 21 11.70％ 0 (0)

0.50以

上

0.75未

満

1,370 1,044 75.00％ 1,067 0.60％ 10.00％ 2.13 179 16.73％ 1 (3)

0.75以

上

2.50未

満

476 610 75.00％ 41 1.04％ 45.00％ 4.28 50 122.00％ 0 (0)

0.75以

上

1.75未

満

476 610 75.00％ 41 1.04％ 45.00％ 4.28 50 122.00％ 0 (0)

1.75以

上

2.5未

満

0 - - 0 1.89％ 45.00％ 1.00 0 99.67％ 0 (0)

2.50以

上10.00

未満

480 363 75.00％ 33 5.00％ 60.00％ 4.36 81 243.32％ 1 (0)

2.5以

上

5未満

- - - - - - - - - - -

5以上

10未満
480 363 75.00％ 33 5.00％ 60.00％ 4.36 81 243.32％ 1 (0)

10.00以

上

100.00

未満

992 922 75.01％ 161 14.01％ 57.34％ 2.55 467 289.91％ 13 (11)

10以上

20未満
742 505 75.00％ 120 12.00％ 60.38％ 2.69 357 296.02％ 9 (7)

20以上

30未満
250 417 75.01％ 41 20.00％ 48.33％ 2.14 110 271.75％ 4 (4)

30.00

以上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務
29 - - 29 100.00％ 45.00％ 4.97 0 1.10％ 20 (20)
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不履

行）

小計 113,112 6,070 71.17％ 133,857 0.06％ 8.26％ 1.79 1,949 1.46％ 37 (49)
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機関

0.00以

上

0.15未

満

10,320 4,052 54.17％ 18,325 0.05％ 27.80％ 1.96 1,569 8.56％ 2 (1)

0.00以

上

0.10未

満

9,581 2,375 62.58％ 16,860 0.04％ 26.89％ 2.01 1,188 7.05％ 2 (0)

0.10以

上

0.15未

満

739 1,677 42.27％ 1,465 0.11％ 38.33％ 1.50 381 26.00％ 1 (0)

0.15以

上

0.25未

満

1,635 2,227 61.71％ 1,150 0.20％ 45.62％ 1.83 518 45.06％ 1 (2)

0.25以

上

0.50未

満

252 729 31.82％ 499 0.30％ 51.55％ 1.67 364 72.96％ 1 (1)

0.50以

上

0.75未

満

477 357 23.59％ 536 0.60％ 24.89％ 1.17 232 43.19％ 1 (0)

0.75以

上

2.50未

満

110 675 31.28％ 284 1.26％ 50.47％ 1.23 336 118.48％ 2 (1)

0.75以

上

1.75未

満

91 462 20.16％ 171 0.83％ 53.08％ 1.00 182 106.70％ 1 (0)

1.75以

上

2.5未

満

19 213 55.41％ 113 1.90％ 46.52％ 1.58 154 136.29％ 1 (1)

2.50以

上10.00

未満

42 55 21.20％ 25 5.00％ 65.77％ 0.92 55 221.77％ 1 (0)

2.5以

上

5未満

- - - - - - - - - - -

5以上

10未満
42 55 21.20％ 25 5.00％ 65.77％ 0.92 55 221.77％ 1 (0)

10.00以

上

100.00

未満

80 43 48.38％ 6 13.32％ 54.29％ 4.34 20 344.08％ 0 (0)

10以上

20未満
79 43 48.38％ 5 12.00％ 49.88％ 4.68 16 315.11％ 0 (0)

20以上

30未満
1 0 - 1 20.00％ 76.64％ 2.56 5 490.95％ 0 (0)

30.00

以上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務
255 213 6.66％ 454 100.00％ 45.00％ 1.41 5 1.10％ 379 (379)
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不履

行）

小計 13,168 8,351 49.61％ 21,278 2.23％ 29.97％ 1.91 3,099 14.57％ 387 (384)
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企業－中

小企業

0.00以

上

0.15未

満

462 452 87.47％ 857 0.09％ 33.13％ 1.87 111 12.92％ 0 (1)

0.00以

上

0.10未

満

227 202 187.02％ 384 0.04％ 40.99％ 1.92 48 12.42％ 0 (0)

0.10以

上

0.15未

満

234 249 6.58％ 473 0.12％ 26.76％ 1.83 63 13.33％ 0 (1)

0.15以

上

0.25未

満

4,308 104 52.77％ 4,367 0.16％ 44.42％ 2.50 1,224 28.04％ 3 (1)

0.25以

上

0.50未

満

5,060 446 43.57％ 5,303 0.40％ 43.67％ 2.51 2,432 45.86％ 9 (22)

0.50以

上

0.75未

満

86 10 47.19％ 91 0.52％ 43.94％ 2.46 46 50.93％ 0 (0)

0.75以

上

2.50未

満

4,495 362 57.02％ 4,602 1.12％ 42.29％ 2.50 3,053 66.35％ 22 (57)

0.75以

上

1.75未

満

4,274 357 56.77％ 4,378 1.06％ 42.20％ 2.50 2,870 65.55％ 20 (53)

1.75以

上

2.5未

満

220 5 73.82％ 224 2.12％ 44.05％ 2.49 184 82.00％ 2 (4)

2.50以

上10.00

未満

1,448 97 58.94％ 1,510 4.65％ 39.53％ 2.50 1,411 93.41％ 29 (78)

2.5以

上

5未満

894 76 55.38％ 942 3.27％ 36.65％ 2.50 727 77.17％ 11 (55)

5以上

10未満
554 21 71.56％ 569 6.93％ 44.30％ 2.49 684 120.31％ 17 (23)

10.00以

上

100.00

未満

478 9 623.86％ 462 20.35％ 36.99％ 2.50 646 139.91％ 34 (93)

10以上

20未満
268 6 21.67％ 270 14.06％ 39.16％ 2.50 364 134.80％ 15 (37)

20以上

30未満
109 2 2,424.64％ 90 22.85％ 42.31％ 2.53 158 174.97％ 9 (8)

30.00

以上

100.00

未満

101 0 5.57％ 102 34.85％ 26.46％ 2.50 124 122.31％ 10 (49)

100.00

（債務
525 21 23.23％ 532 100.00％ 45.18％ 2.48 87 16.43％ 240 (309)
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不履

行）

小計 16,861 1,500 64.94％ 17,723 4.38％ 42.51％ 2.47 9,011 50.84％ 337 (562)
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企業－専

門金融会

社

0.00以

上

0.15未

満

1,771 2,300 28.86％ 2,270 0.08％ 15.14％ 2.25 221 9.72％ 1 (1)

0.00以

上

0.10未

満

1,251 612 44.77％ 1,422 0.05％ 13.28％ 3.05 140 9.83％ 1 (1)

0.10以

上

0.15未

満

- - - - - - - - - - -

0.15以

上

0.25未

満

6,163 1,009 62.53％ 6,180 0.16％ 9.46％ 3.55 607 9.82％ 1 (5)

0.25以

上

0.50未

満

13,530 5,372 56.19％ 14,311 0.31％ 12.03％ 3.30 2,378 16.62％ 5 (11)

0.50以

上

0.75未

満

7,760 2,691 61.64％ 6,930 0.60％ 13.98％ 3.66 1,993 28.76％ 6 (10)

0.75以

上

2.50未

満

13,749 6,161 54.93％ 12,027 1.03％ 14.19％ 3.29 4,026 33.47％ 18 (56)

0.75以

上

1.75未

満

11,692 5,138 54.62％ 10,550 0.91％ 14.03％ 3.24 3,337 31.63％ 13 (33)

1.75以

上

2.5未

満

2,057 1,023 56.51％ 1,477 1.90％ 15.36％ 3.67 689 46.66％ 4 (23)

2.50以

上10.00

未満

1,855 581 71.10％ 1,827 4.53％ 15.70％ 3.23 1,021 55.89％ 13 (60)

2.5以

上

5未満

602 368 71.31％ 727 3.00％ 14.29％ 3.42 342 47.10％ 3 (7)

5以上

10未満
1,253 213 70.73％ 1,100 5.54％ 16.62％ 3.11 679 61.69％ 10 (53)

10.00以

上

100.00

未満

1,768 587 63.33％ 1,645 15.19％ 16.35％ 3.52 1,429 86.90％ 38 (141)

10以上

20未満
1,115 238 68.12％ 1,027 12.30％ 19.69％ 3.17 1,027 99.94％ 25 (81)

20以上

30未満
653 349 60.06％ 617 20.00％ 10.78％ 4.09 402 65.19％ 13 (60)

30.00

以上

100.00

未満

- - - - - - - - - - -

100.00

（債務
1,829 102 56.07％ 1,463 100.00％ 39.89％ 2.49 195 13.33％ 98 (98)
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不履

行）

小計 48,425 18,803 54.24％ 46,652 4.32％ 13.86％ 3.31 11,869 25.44％ 180 (381)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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企業－そ

の他

0.00以

上

0.15未

満

47,334 98,745 62.18％ 106,321 0.06％ 34.95％ 2.18 17,867 16.81％ 20 (42)

0.00以

上

0.10未

満

34,878 80,398 61.70％ 84,375 0.04％ 34.10％ 2.12 11,308 13.40％ 12 (27)

0.10以

上

0.15未

満

12,457 18,348 64.29％ 21,946 0.12％ 38.22％ 2.43 6,559 29.89％ 8 (15)

0.15以

上

0.25未

満

2,304 3,189 57.87％ 4,225 0.16％ 36.81％ 2.32 1,429 33.83％ 3 (3)

0.25以

上

0.50未

満

21,688 32,667 58.86％ 35,834 0.34％ 38.64％ 2.50 19,201 53.58％ 26 (92)

0.50以

上

0.75未

満

495 600 89.44％ 770 0.59％ 46.31％ 3.08 690 89.60％ 2 (3)

0.75以

上

2.50未

満

13,826 9,735 64.32％ 15,537 1.04％ 40.86％ 2.54 14,369 92.48％ 70 (310)

0.75以

上

1.75未

満

12,944 8,730 64.00％ 14,240 0.96％ 39.22％ 2.47 12,130 85.19％ 55 (271)

1.75以

上

2.5未

満

883 1,004 67.05％ 1,297 1.95％ 58.88％ 3.35 2,239 172.54％ 15 (40)

2.50以

上10.00

未満

4,700 2,122 63.19％ 3,907 4.27％ 43.75％ 2.47 5,788 148.15％ 75 (332)

2.5以

上

5未満

3,004 1,765 62.09％ 2,955 3.17％ 43.56％ 2.61 4,053 137.18％ 42 (229)

5以上

10未満
1,696 357 68.58％ 952 7.71％ 44.33％ 2.02 1,734 182.16％ 33 (104)

10.00以

上

100.00

未満

1,592 850 188.30％ 978 17.97％ 40.77％ 2.20 2,204 225.32％ 74 (165)

10以上

20未満
525 686 73.59％ 481 13.99％ 36.67％ 1.98 902 187.47％ 25 (86)

20以上

30未満
1,055 163 670.98％ 484 21.50％ 45.05％ 2.41 1,277 263.82％ 47 (77)

30.00

以上

100.00

未満

13 1 - 13 34.03％ 32.88％ 2.50 25 191.37％ 1 (3)

100.00

（債務
2,566 712 35.68％ 2,727 100.00％ 45.51％ 2.59 75 2.74％ 2,199 (2,149)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 94,506 148,621 62.21％ 170,299 2.01％ 36.77％ 2.30 61,622 36.18％ 2,468 (3,097)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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リテール

－中小企

業に対す

る不動産

資産担保

付

0.00以

上

0.15未

満

10 0 100.00％ 11 0.13％ 24.02％ 1.00 1 5.68％ 0 (0)

0.00以

上

0.10未

満

- - - - - - - - - - -

0.10以

上

0.15未

満

10 0 100.00％ 11 0.13％ 24.02％ 1.00 1 5.68％ 0 (0)

0.15以

上

0.25未

満

690 1 100.00％ 691 0.23％ 17.81％ 1.00 46 6.63％ 0 (0)

0.25以

上

0.50未

満

1,237 21 100.00％ 1,258 0.44％ 9.10％ 1.00 71 5.67％ 0 (0)

0.50以

上

0.75未

満

2,318 23 100.00％ 2,341 0.52％ 14.77％ 1.00 242 10.33％ 2 (2)

0.75以

上

2.50未

満

1,991 51 99.28％ 2,041 1.28％ 15.97％ 1.00 416 20.39％ 4 (6)

0.75以

上

1.75未

満

1,894 51 99.28％ 1,945 1.24％ 15.68％ 1.00 380 19.53％ 4 (5)

1.75以

上

2.5未

満

96 0 100.00％ 96 2.21％ 21.94％ 1.00 36 37.93％ 0 (1)

2.50以

上10.00

未満

903 18 100.00％ 921 5.06％ 20.33％ 1.00 520 56.41％ 10 (24)

2.5以

上

5未満

341 8 100.00％ 349 3.21％ 19.15％ 1.00 138 39.65％ 2 (5)

5以上

10未満
562 10 100.00％ 572 6.19％ 21.05％ 1.00 381 66.63％ 8 (19)

10.00以

上

100.00

未満

344 6 100.00％ 350 20.76％ 21.79％ 1.00 345 98.70％ 16 (38)

10以上

20未満
203 4 100.00％ 206 13.76％ 22.24％ 1.00 197 95.48％ 6 (15)

20以上

30未満
81 0 100.00％ 81 26.26％ 20.26％ 1.00 82 101.43％ 4 (10)

30.00

以上

100.00

未満

61 2 100.00％ 63 36.67％ 22.28％ 1.00 66 105.77％ 5 (13)

100.00

（債務
153 0 100.00％ 153 100.00％ 43.18％ 1.00 89 58.47％ 66 (82)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 7,647 119 99.70％ 7,766 4.09％ 15.99％ 1.00 1,730 22.28％ 98 (153)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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リテール

－非中小

企業に対

する不動

産資産担

保付

0.00以

上

0.15未

満

69,946 1,861 100.00％ 71,807 0.07％ 8.64％ 1.00 1,353 1.88％ 5 (5)

0.00以

上

0.10未

満

64,356 1,699 100.00％ 66,055 0.07％ 8.28％ 1.00 1,137 1.72％ 4 (4)

0.10以

上

0.15未

満

5,590 162 100.00％ 5,753 0.11％ 12.71％ 1.00 216 3.75％ 1 (2)

0.15以

上

0.25未

満

15,989 11 100.00％ 16,000 0.23％ 16.58％ 1.00 1,293 8.08％ 6 (6)

0.25以

上

0.50未

満

12,862 406 100.00％ 13,269 0.29％ 10.33％ 1.00 880 6.64％ 4 (7)

0.50以

上

0.75未

満

5,236 225 100.00％ 5,461 0.59％ 9.96％ 1.00 544 9.96％ 3 (4)

0.75以

上

2.50未

満

3,459 109 100.00％ 3,569 1.23％ 18.93％ 1.00 1,042 29.20％ 8 (16)

0.75以

上

1.75未

満

3,103 109 100.00％ 3,212 1.10％ 19.77％ 1.00 950 29.59％ 7 (15)

1.75以

上

2.5未

満

356 0 100.00％ 356 2.42％ 11.36％ 1.00 92 25.74％ 1 (2)

2.50以

上10.00

未満

4,374 130 100.00％ 4,504 6.20％ 16.36％ 1.00 2,967 65.88％ 45 (106)

2.5以

上

5未満

1,684 3 100.00％ 1,687 3.70％ 17.02％ 1.00 854 50.61％ 10 (27)

5以上

10未満
2,690 127 100.00％ 2,817 7.69％ 15.97％ 1.00 2,113 75.02％ 34 (79)

10.00以

上

100.00

未満

1,269 14 100.00％ 1,283 19.03％ 17.96％ 1.00 1,346 104.91％ 44 (133)

10以上

20未満
772 8 100.00％ 780 12.05％ 18.30％ 1.00 782 100.36％ 17 (53)

20以上

30未満
247 5 100.00％ 252 21.92％ 15.69％ 1.00 253 100.48％ 9 (25)

30.00

以上

100.00

未満

250 2 100.00％ 252 37.79％ 19.16％ 1.00 311 123.44％ 18 (54)

100.00

（債務
905 4 828.07％ 909 100.00％ 36.59％ 1.00 381 41.92％ 333 (229)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 114,040 2,761 100.94％ 116,801 1.40％ 10.91％ 1.00 9,806 8.40％ 448 (507)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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リテール

－適格リ

ボルビン

グ

0.00以

上

0.15未

満

118 4,037 135.45％ 5,676 0.11％ 63.39％ 1.00 254 4.47％ 4 (1)

0.00以

上

0.10未

満

50 1,309 165.74％ 2,244 0.06％ 67.30％ 1.00 62 2.75％ 1 (0)

0.10以

上

0.15未

満

68 2,728 120.91％ 3,431 0.14％ 60.84％ 1.00 192 5.59％ 3 (1)

0.15以

上

0.25未

満

81 1,542 61.33％ 1,026 0.20％ 267.19％ 1.00 344 33.52％ 6 (1)

0.25以

上

0.50未

満

162 537 125.63％ 858 0.33％ 63.73％ 1.00 102 11.88％ 2 (1)

0.50以

上

0.75未

満

249 880 75.26％ 915 0.60％ 84.42％ 1.00 237 25.94％ 5 (2)

0.75以

上

2.50未

満

746 1,125 92.28％ 1,818 1.51％ 56.96％ 1.00 622 34.19％ 16 (8)

0.75以

上

1.75未

満

471 817 97.55％ 1,293 1.25％ 56.53％ 1.00 385 29.73％ 9 (5)

1.75以

上

2.5未

満

275 308 78.31％ 525 2.15％ 58.02％ 1.00 237 45.17％ 6 (3)

2.50以

上10.00

未満

1,284 460 97.92％ 1,798 5.17％ 55.44％ 1.00 1,405 78.12％ 52 (32)

2.5以

上

5未満

736 313 88.89％ 1,028 3.64％ 55.52％ 1.00 646 62.82％ 21 (15)

5以上

10未満
549 148 117.02％ 770 7.22％ 55.35％ 1.00 759 98.54％ 31 (17)

10.00以

上

100.00

未満

700 155 93.96％ 884 23.29％ 55.04％ 1.00 1,423 161.02％ 113 (79)

10以上

20未満
355 104 98.54％ 474 12.92％ 54.61％ 1.00 639 134.80％ 33 (23)

20以上

30未満
69 4 180.14％ 81 24.96％ 59.55％ 1.00 159 196.10％ 12 (10)

30.00

以上

100.00

未満

276 46 75.50％ 328 37.82％ 54.54％ 1.00 625 190.17％ 68 (46)

100.00

（債務
288 7 38.18％ 291 100.00％ 66.34％ 1.00 58 19.77％ 193 (188)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 314/1736



不履

行）

小計 3,628 8,742 107.38％ 13,266 4.78％ 78.18％ 1.00 4,444 33.50％ 390 (312)
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リテール

－その他

の中小企

業

0.00以

上

0.15未

満

1,282 203 113.68％ 1,513 0.11％ 18.01％ 1.00 75 4.99％ 0 (0)

0.00以

上

0.10未

満

540 - - 540 0.09％ 10.54％ 1.00 14 2.58％ 0 -

0.10以

上

0.15未

満

742 203 113.68％ 973 0.13％ 22.16％ 1.00 62 6.33％ 0 (0)

0.15以

上

0.25未

満

4,447 1,100 42.45％ 4,923 0.18％ 23.43％ 1.00 414 8.41％ 2 (1)

0.25以

上

0.50未

満

4,173 298 79.39％ 4,410 0.39％ 25.23％ 1.00 582 13.20％ 4 (4)

0.50以

上

0.75未

満

1,371 642 51.21％ 1,717 0.56％ 46.26％ 1.00 519 30.24％ 4 (2)

0.75以

上

2.50未

満

5,742 836 71.74％ 6,384 1.25％ 33.95％ 1.00 2,068 32.40％ 28 (32)

0.75以

上

1.75未

満

4,674 644 72.59％ 5,166 1.04％ 31.79％ 1.00 1,473 28.52％ 17 (19)

1.75以

上

2.5未

満

1,068 192 68.88％ 1,218 2.14％ 43.12％ 1.00 595 48.84％ 11 (13)

2.50以

上10.00

未満

2,718 402 88.45％ 3,110 5.13％ 37.77％ 1.00 1,538 49.45％ 59 (79)

2.5以

上

5未満

1,169 288 84.50％ 1,431 3.52％ 40.36％ 1.00 732 51.16％ 21 (28)

5以上

10未満
1,549 115 98.38％ 1,679 6.51％ 35.56％ 1.00 806 48.00％ 38 (52)

10.00以

上

100.00

未満

1,324 70 91.96％ 1,402 20.29％ 38.78％ 1.00 1,054 75.20％ 110 (152)

10以上

20未満
921 50 91.88％ 973 14.42％ 39.74％ 1.00 684 70.26％ 56 (67)

20以上

30未満
166 7 99.47％ 175 25.23％ 30.90％ 1.00 127 72.47％ 14 (25)

30.00

以上

100.00

未満

237 13 87.91％ 253 39.44％ 40.56％ 1.00 243 96.11％ 41 (60)

100.00

（債務
995 50 58.80％ 1,028 100.00％ 64.72％ 1.00 310 30.14％ 665 (547)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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不履

行）

小計 22,052 3,602 64.22％ 24,486 6.49％ 32.20％ 1.00 6,561 26.79％ 874 (818)
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リテール

－その他

の非中小

企業

0.00以

上

0.15未

満

17,917 742 100.97％ 18,666 0.08％ 13.76％ 1.00 686 3.68％ 2 (2)

0.00以

上

0.10未

満

14,150 564 101.59％ 14,723 0.07％ 11.20％ 1.00 366 2.49％ 1 (1)

0.10以

上

0.15未

満

3,766 178 99.01％ 3,942 0.12％ 23.31％ 1.00 320 8.12％ 1 (1)

0.15以

上

0.25未

満

4,403 395 73.21％ 4,697 0.22％ 29.61％ 1.00 574 12.22％ 3 (2)

0.25以

上

0.50未

満

5,421 351 97.07％ 5,762 0.34％ 32.02％ 1.00 1,206 20.94％ 6 (6)

0.50以

上

0.75未

満

4,641 150 84.39％ 4,768 0.59％ 40.79％ 1.00 1,709 35.85％ 12 (6)

0.75以

上

2.50未

満

13,897 498 110.82％ 14,453 1.41％ 39.94％ 1.00 7,470 51.68％ 82 (52)

0.75以

上

1.75未

満

10,566 445 113.48％ 11,074 1.17％ 39.77％ 1.00 5,401 48.78％ 52 (34)

1.75以

上

2.5未

満

3,331 54 88.70％ 3,379 2.19％ 40.49％ 1.00 2,068 61.21％ 30 (17)

2.50以

上10.00

未満

7,588 255 104.94％ 7,873 4.96％ 40.91％ 1.00 5,423 68.88％ 156 (128)

2.5以

上

5未満

4,634 158 107.54％ 4,819 3.60％ 42.32％ 1.00 3,321 68.91％ 73 (51)

5以上

10未満
2,954 98 100.74％ 3,054 7.10％ 38.68％ 1.00 2,102 68.82％ 83 (77)

10.00以

上

100.00

未満

2,963 23 99.23％ 3,000 24.02％ 42.68％ 1.00 3,229 107.64％ 341 (315)

10以上

20未満
1,679 14 104.70％ 1,704 13.72％ 42.25％ 1.00 1,577 92.53％ 99 (106)

20以上

30未満
264 8 90.85％ 273 23.03％ 31.47％ 1.00 256 93.98％ 20 (26)

30.00

以上

100.00

未満

1,021 2 94.23％ 1,023 41.45％ 46.39％ 1.00 1,396 136.43％ 222 (183)

100.00

（債務
2,225 6 81.83％ 2,264 100.00％ 55.74％ 1.00 526 23.22％ 1,211 (1,157)

EDINET提出書類
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有価証券報告書

 318/1736



不履

行）

小計 59,055 2,421 97.22％ 61,483 5.94％ 31.37％ 1.00 20,823 33.87％ 1,813 (1,667)

合計（す

べてのエ

クスポー

ジャー・

クラス）

 

492,494 200,991 64.21％ 613,611   1.78 130,913 21.34％ 7,032 (7,929)

 

次へ

EDINET提出書類
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有価証券報告書
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リテール銀行ポートフォリオにおいて前年度までに見られた顧客クラス間の格差は、2024年度にも見られ

た。不動産資産を担保とする貸出金のデフォルト率レベルは、他の資産クラスよりも大幅に低かった。たと

えば、「中小企業以外の不動産資産を担保とする小口顧客への貸出金」ポートフォリオにおける総エクス

ポージャーの86.8％は、デフォルト率が0.5％未満であるが、この数字は、当行グループのリテール銀行部

門、IRBポートフォリオの「小口顧客へのその他の貸出金－中小企業」においては46.5％である。

デフォルト率レベルの相違がより鮮明なのは、ポートフォリオ間における債務不履行時の損失レベルの大

幅な格差による、予想損失の寄与である。「中小企業以外の不動産資産を担保とする小口顧客への貸出金」

におけるエクスポージャーは、小口顧客に対する債務不履行時エクスポージャー総額の52.1％に相当する

が、予想損失の12.9％に過ぎなかった。

 

IRBアプローチおよび標準的アプローチの適用範囲（CR6-A）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

IRBアプロー

チの対象とな

るCRR第166条

で定義される

エクスポー

ジャー額

標準的アプ

ローチおよび

IRBアプロー

チの対象とな

るエクスポー

ジャー額合計

標準的アプ

ローチの恒常

的な部分使用

の対象となる

エクスポー

ジャー額合計

の割合(％)

IRBアプロー

チの対象とな

るエクスポー

ジャー額合計

の割合(％)

展開計画の対

象となるエク

スポージャー

額合計の割合

(％)

1 中央政府および中央銀行 311,737 422,516 15.25％ 83.10％ 1.66％

1.1 うち、地域政府または地

方自治体
　 8,137 6.22％ 93.78％ 0.00％

1.2 うち、公共部門団体 　 139,973 3.16％ 96.84％ 0.00％

2 機関 455,774 470,670 4.04％ 95.71％ 0.25％

3 企業 308,463 509,357 10.00％ 82.50％ 7.50％

3.1 企業のうち－専門金融会

社、スロッティング・ア

プローチを除く

　 71,519 0.00％ 100.00％ 0.00％

3.2 企業のうち－スロッティ

ング・アプローチ下での

専門金融会社

　 - 0.00％ 0.00％ 0.00％

4 リテール 227,019 279,254 7.63％ 81.94％ 10.43％

4.1 リテールのうち－中小企

業に対する不動産資産担

保付

　 8,121 4.10％ 95.43％ 0.47％

4.2 リテールのうち－非中小

企業に対する不動産資産

担保付

　 118,851 0.53％ 99.47％ 0.00％

4.3 リテールのうち－適格リ

ボルビング
　 13,821 3.00％ 94.59％ 2.41％

4.4 リテールのうち－その他

の中小企業
　 47,171 26.61％ 53.40％ 19.99％

4.5 リテールのうち－その他

の非中小企業
　 91,290 8.64％ 69.80％ 21.56％
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5 エクイティ 12,909 62,340 49.01％ 50.99％ 0.00％

6 その他の債権でない資産 - 28,161 100.00％ 0.00％ 0.00％

7 合計 1,315,902 1,772,297 9.52％ 86.24％ 4.24％

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

IRBアプロー

チの対象とな

るCRR第166条

で定義される

エクスポー

ジャー額

標準的アプ

ローチおよび

IRBアプロー

チの対象とな

るエクスポー

ジャー額合計

標準的アプ

ローチの恒常

的な部分使用

の対象となる

エクスポー

ジャー額合計

の割合(％)

IRBアプロー

チの対象とな

るエクスポー

ジャー額合計

の割合(％)

展開計画の対

象となるエク

スポージャー

額合計の割合

(％)

1 中央政府および中央銀行 300,007 406,757 16.17％ 81.80％ 2.03％

1.1 うち、地域政府または地

方自治体
 5,953 9.26％ 90.74％ 0.00％

1.2 うち、公共部門団体  125,604 2.91％ 97.09％ 0.00％

2 機関 453,386 472,705 2.51％ 97.22％ 0.27％

3 企業 280,963 467,236 4.01％ 87.31％ 8.68％

3.1 企業のうち－専門金融会

社、スロッティング・ア

プローチを除く

 67,511 0.00％ 100.00％ 0.00％

3.2 企業のうち－スロッティ

ング・アプローチ下での

専門金融会社

 - 0.00％ 0.00％ 0.00％

4 リテール 223,769 270,898 3.40％ 85.54％ 11.07％

4.1 リテールのうち－中小企

業に対する不動産資産担

保付

 7,906 1.09％ 98.51％ 0.40％

4.2 リテールのうち－非中小

企業に対する不動産資産

担保付

 117,404 0.52％ 99.48％ 0.00％

4.3 リテールのうち－適格リ

ボルビング
 14,026 3.75％ 93.56％ 2.70％

4.4 リテールのうち－その他

の中小企業
 44,855 2.91％ 69.34％ 27.76％

4.5 リテールのうち－その他

の非中小企業
 86,708 7.65％ 70.37％ 21.98％

5 エクイティ 13,272 41,669 21.09％ 78.91％ 0.00％

6 その他の債権でない資産 - 24,358 100.00％ 0.00％ 0.00％

7 合計 1,271,397 1,683,624 6.67％ 88.73％ 4.60％

 

導入計画の進捗については、毎年、管理機関に報告書を提出する。

 

3.4.2.2.4　クレジット・デリバティブのヘッジ目的使用

内部格付アプローチに基づきリスク加重資産（RWA）の信用リスク軽減（CRM）に使用されたクレジット・

デリバティブの効果－2024年12月31日現在
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IRBアプローチ－信用リスク軽減に利用されるクレジット・デリバティブによるリスク加重資産への影響

（CR7）

 

 2024年12月31日現在 2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

クレジット・デ

リバティブ

考慮前のリスク加

重エクスポー

ジャー額

現時点のリスク加

重エクスポー

ジャー額

クレジット・デ

リバティブ

考慮前のリスク加

重エクスポー

ジャー額

現時点のリスク

加重エクスポー

ジャー額

1 基礎的IRBに基づくエクスポージャー 17,547 17,547 14,986 14,986

2 中央政府および中央銀行 826 826 733 733

3 機関 1,581 1,581 1,703 1,703

4 企業 15,140 15,140 12,549 12,549

4.1 企業のうち－中小企業 1,738 1,738 1,423 1,423

4.2 企業のうち－専門金融会社 155 155 157 157

5 先進的IRBに基づくエクスポージャー 144,623 143,987 131,657 130,913

6 中央政府および中央銀行 2,277 2,277 1,949 1,949

7 機関 3,311 3,416 3,044 3,099

8 企業 95,973 95,231 83,300 82,501

8.1 企業のうち－中小企業 9,778 9,778 9,011 9,011

8.2 企業のうち－専門金融会社 13,161 13,161 11,869 11,869

9 リテール 43,064 43,064 43,364 43,364

9.1 リテールのうち－中小企業－不動産

資産担保付
1,673 1,673 1,730 1,730

9.2 リテールのうち－非中小企業－不動

産資産担保付
9,653 9,653 9,806 9,806

9.3 リテールのうち－適格リボルビング 4,767 4,767 4,444 4,444

9.4 リテールのうち－中小企業－その他 6,328 6,328 6,561 6,561

9.5 リテールのうち－非中小企業－その

他
20,642 20,642 20,823 20,823

10 合計（基礎的IRBエクスポージャーおよ

び先進的IRBエクスポージャーを含む）
162,171 161,535 146,642 145,898

 

次へ
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IRBアプローチ－信用リスク軽減（CRM）が行われる範囲について公表される情報（CR7-A）

 

2024 年

12 月 31

日現在

（ 百 万

ユ ー

ロ）

基 礎 的

IRB

エクス

ポー

ジャー合

計

信用リスク軽減テクニック

リスク加重資産

の計算における

信用リスク軽減

方法

積立信用保護
未積立の信用

保護

代替効

果のな

いリス

ク加重

資産(削

減効果

のみ)

代替効

果のあ

るリス

ク加重

資産(削

減効果

および

代替効

果)

金融担

保の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

その他の

適格担保

の対象と

なるエク

スポー

ジャーの

割合(％)

不動産担

保の対象

となるエ

クスポー

ジャーの

割合(％)

債権の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の物理

的担保

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その他の

積立信用

保護の対

象となる

エクス

ポー

ジャーの

割合(％)

現金預

金の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

生命保

険契約

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

第三者

が保有

する金

融商品

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

保証の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

クレ

ジッ

ト・デ

リバ

ティブ

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

1

中 央

政 府

お よ

び 中

央 銀

行

186,349 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 826 826

2 機関 428,988 0.00％ 0.01％ 0.01％ 　 　 　 　 　 　 　 　 1,552 1,581

3 企業 29,695 0.11％ 7.73％ 7.73％ 　 　 - 　 　 　 　 　 15,169 15,140

3.1

企

業

の

う

ち

－

中

小

企

業

3,061 0.67％ 28.02％ 28.02％ 　 　 (0.01％) 　 　 　 　 　 1,776 1,738
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3.2

企

業

の

う

ち

－

専

門

金

融

会

社

268 　 - - 　 　 　 　 　 　 　 　 155 155

3.3

企

業

の

う

ち

－

そ

の

他

26,366 0.04％ 5.45％ 5.45％ 　 　 　 　 　 　 　 　 13,238 13,247

4 合計 645,032 0.01％ 0.36％ 0.36％ 　 　 - 　 　 　 　 　 17,547 17,547

 

2023年12

月31日現

在

（ 百 万

ユーロ）

基 礎 的

IRB

エクス

ポー

ジャー合

計

信用リスク軽減テクニック

リスク加重資産

の計算における

信用リスク軽減

方法

積立信用保護
未積立の信用

保護

代替効

果のな

いリス

ク加重

資産(削

減効果

のみ)

代替効

果のあ

るリス

ク加重

資産(削

減効果

および

代替効

果)

金融担

保の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

その他の

適格担保

の対象と

なるエク

スポー

ジャーの

割合(％)

不動産担

保の対象

となるエ

クスポー

ジャーの

割合(％)

債権の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の物理

的担保

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の積立

信用保

護の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

現金預

金の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

生命保

険契約

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

第三者

が保有

する金

融商品

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

保証の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

クレ

ジッ

ト・デ

リバ

ティブ

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)
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1

中 央

政 府

お よ

び 中

央 銀

行

184,482 - - - - - - - - - - - 733 826

2 機関 431,181 0.00％ 0.01％ 0.01％ - - - - - - - - 1,675 1,581

3 企業 27,871 0.06％ 8.43％ 8.43％ 0.01％ - - - - - - - 12,578 15,140

3.1

企業

のう

ち－

中小

企業

2,750 0.15％ 29.10％ 29.10％ - - - - - - - - 1,449 1,738

3.2

企業

のう

ち－

専門

金融

会社

275 - - - - - - - - - - - 159 155

3.3

企業

のう

ち－

その

他

24,845 0.05％ 6.24％ 6.23％ 0.01％ - - - - - - - 10,970 13,247

4 合計 643,534 0.00％ 0.37％ 0.37％ 　 　 - 　 　 　 　 　 14,986 14,986
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2024 年

12 月 31

日現在

（ 百 万

ユ ー

ロ）

先 進 的

IRB

エクス

ポー

ジャー

合計

信用リスク軽減テクニック

リスク加重資産

の計算における

信用リスク軽減

方法

積立信用保護
未積立の信用

保護

代替効

果のな

いリス

ク加重

資産(削

減効果

のみ)

代替効

果のあ

るリス

ク加重

資産(削

減効果

および

代替効

果)

金融担

保の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の適格

担保の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

不動産

担保の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

債権の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の物理

的担保

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その

他の

積立

信用

保護

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

現金

預金

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

生命

保険

契約

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

第三

者が

保有

する

金融

商品

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

保証の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

クレ

ジッ

ト・

デリ

バ

ティ

ブの

対象

とな

るエ

クス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

1 中央

政府

およ

び中

央銀

行

144,57

4

0.01

％
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1,510 2,277

2 機関
24,951

0.85

％
　 　 　 　 - - 　 　 　 　 3,265 3,416

3 企業 258,74

9

1.64

％
9.57％ 4.77％ - 4.79％ 　 　 　 　 0.03％ 　 96,149 95,231

3.1 企

業

の

う

ち

－

中

小

企

業

18,440
0.37

％
4.92％ 4.91％

0.01

％
　 　 　 　 　 0.40％ 　 9,853 9,778
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3.2 企

業

の

う

ち

－

専

門

金

融

会

社

49,004
1.04

％

45.47

％

20.17

％
　

25.30

％
　 　 　 　 　 　 14,158 13,161

3.3 企

業

の

う

ち

－

そ

の

他

191,30

5

1.91

％
0.82％ 0.82％ 　 　 　 　 　 　 　 　 72,138 72,293

4 リ

テー

ル

227,01

9
　

17.10

％

17.10

％
　 　 　 　 　 　

38.25

％
　 43,063 43,064
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4.1 リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

中

小

企

業

に

対

す

る

不

動

産

資

産

担

保

付

7,908 　
72.16

％

72.16

％
　 　 　 　 　 　

22.64

％
　 1,673 1,673
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4.2 リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

非

中

小

企

業

に

対

す

る

不

動

産

資

産

担

保

付

118,18

5
　

27.83

％

27.83

％
　 　 　 　 　 　

71.30

％
　 9,653 9,653

4.3 リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

適

格

リ

ボ

ル

ビ

ン

グ

13,432 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 4,767 4,767
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4.4 リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

そ

の

他

の

中

小

企

業

24,313 　 0.17％ 0.17％ 　 　 　 　 　 　 2.87％ 　 6,328 6,328

4.5 リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

そ

の

他

の

非

中

小

企

業

63,181 　 0.30％ 0.30％ 　 　 　 　 　 　 0.14％ 　 20,642 20,642

5 合計 655,29

4

0.68

％
9.70％ 7.81％ - 1.89％ - - 　 　

13.26

％
　

143,98

7

143,98

7
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2023 年

12 月 31

日現在

（ 百 万

ユ ー

ロ）

先 進 的

IRB

エクス

ポー

ジャー

合計

信用リスク軽減テクニック

リスク加重資産

の計算における

信用リスク軽減

方法

積立信用保護
未積立の信用保

護

代替効

果のな

いリス

ク加重

資産(削

減効果

のみ)

代替効

果のあ

るリス

ク加重

資産(削

減効果

および

代替効

果)

金融担

保の対

象とな

るエク

スポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の適格

担保の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

不動産

担保の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

債権の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その他

の物理

的担保

の対象

となる

エクス

ポー

ジャー

の割合

(％)

その

他の

積立

信用

保護

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

現金

預金

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

生命

保険

契約

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

第三

者が

保有

する

金融

商品

の対

象と

なる

エク

ス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

保証の

対象と

なるエ

クス

ポー

ジャー

の割合

(％)

クレ

ジッ

ト・

デリ

バ

ティ

ブの

対象

とな

るエ

クス

ポー

ジャ

ーの

割合

(％)

1

中 央

政 府

お よ

び 中

央 銀

行

133,85

7

0.01

％
- - - - - - - - - - 1,322 1,949

2 機関 21,278
1.25

％
- - - - - - - - - - 3,180 3,099

3 企業
234,67

4

1.47

％

10.06

％
5.15％

0.00

％
4.90％ - - - - 0.06％ - 83,047 82,501

3.1

企

業

の

う

ち

－

中

小

企

業

17,723
0.40

％
4.93％ 4.92％

0.01

％
- - - - - 0.85％ - 9,091 9,011

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 331/1736



3.2

企

業

の

う

ち

－

専

門

金

融

会

社

46,652
1.05

％

46.02

％

21.36

％
-

24.66

％
- - - - - - 12,690 11,869

3.3

企

業

の

う

ち

－

そ

の

他

170,29

9

1.69

％
0.74％ 0.74％

0.00

％
- - - - - - - 61,266 61,622

4

リ

テ ー

ル

223,80

2
-

17.18

％

17.18

％
- - - - - -

38.51

％
- 43,364 43,364
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4.1

リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

中

小

企

業

に

対

す

る

不

動

産

資

産

担

保

付

7,766 -
73.08

％

73.08

％
- - - - - -

22.20

％
- 1,730 1,730
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4.2

リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

非

中

小

企

業

に

対

す

る

不

動

産

資

産

担

保

付

116,80

1
-

27.85

％

27.85

％
- - - - - -

71.20

％
- 9,806 9,806

4.3

リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

適

格

リ

ボ

ル

ビ

ン

グ

13,266 - - - - - - - - - - - 4,444 4,444
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4.4

リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

そ

の

他

の

中

小

企

業

24,486 - 0.23％ 0.23％ - - - - - - 4.71％ - 6,561 6,561

4.5

リ

テ

ー

ル

の

う

ち

－

そ

の

他

の

非

中

小

企

業

61,483 - 0.32％ 0.32％ - - - - - - 0.23％ - 20,823 20,823

5 合計
613,61

1

0.61

％

10.11

％
8.24％ - 1.88％ - - - -

14.07

％
-

130,91

3

130,91

3

 

次へ
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3.4.2.2.5　リスク加重資産の動向

IRBアプローチに基づく信用リスク・エクスポージャーに関するリスク加重資産（RWA）のフロー表（CR8）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）
リスク加重資産

1 前報告期間末（2024年9月30日）におけるリスク加重資産 152,890

2 資産合計(+/-) 2,955

3 資産内容(+/-) 2,614

4 モデルの更新(+/-) (485)

5 方法および方針(+/-) -

6 取得および処分(+/-) -

7 外国為替の変動(+/-) 2,364

8 その他(+/-) 1,196

9 当開示期間末（2024年12月31日）におけるリスク加重資産 161,535

 

CR8の表の8行目「その他（+/-）」の変動は、主として、クレディ・アグリコル・コーポレート・アン

ド・インベストメント・バンクにおける自己勘定合成型の証券化に関連したリスク加重資産の利益によるも

のである。2024年度第4四半期には、証券化プログラムの償却により加重資産の利益が減少した。

 

3.4.2.2.6　バックテストの結果

以下のバックテストに関する記述においては、内部リスク・モデル（デフォルト率、債務不履行時の損

失、クレジット換算係数）のパフォーマンスおよび安定性を（具体的には予測と実際の結果とを比較するこ

とで）検証するために使用する、すべての方法および手続について触れている。

恒常的統制については、各事業体にバックテスト委員会が設置されている。この委員会（一部の事業体に

おいてはリスク委員会の個別課題となっている。）は、当該事業体のリスク管理部門の責任者が委員長を務

め、グループ・リスク管理部門の代表者も一員である。最高経営責任者および当該事業体の恒常的統制部門

の責任者、ならびにグループ・リスク管理部門に対して報告を行う。

年1回、内部監査機能またはこれが個別に権限を与えた第三者によって、定期統制が行われる。監査計画

は以下のとおりである。

■　格付計算およびリスク・パラメータ決定システム、ならびに最低限の要件が遵守されているか

■　システムが機能しているか（正しく実施されているか）

グループ・リスク管理部門において当該事業体の監督を担当する者に対しても、同様の報告が行われる。

事業体は、以下の事項に関して（恒常的および定期的）内部統制を行う。

■　システムの入力・出力データの質

■　格付計算およびリスク・パラメータ決定システムの概念および技術的な質

■　リスク加重資産の計算に使用するデータの完全性

格付モデルの適切性および性能を維持するために、バックテストは非常に重要である。分析の第1段階

は、主として、予想モデル全体およびその主要な説明変数の定量分析に基づいている。

またこれにより、ポートフォリオおよび顧客の構造および行動における重要な変化の発見が可能になる。

バックテストはその後、新たな構造的要素を考慮するために、モデルの調整または見直しの決定を下す。周

期的でない行動における変化、またはフランチャイズの変化も確認し、当行が行う商業またはリスク枠組み

による影響を明らかにすることができる。

当行グループ全体では、それぞれの格付方法は、その方法に責任を負う部門（グループ・リスク管理部門

またはその代理）によって、少なくとも年1回バックテストを受ける。バックテストの結果は、年1回、選択

した統計的方法が適切に適用されているか、およびその結果が妥当であるかを確認することを目的として当

行グループの内部認証部門に助言を求めた後（その判断は専門委員会に報告される。）、標準モデル委員会
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を通じて当行グループに提供される。必要であれば、適切な是正手段（方法の修正、再調整、研修、統制の

提案等）が推奨される。

これらの事後統制は、可能な限り長い期間を網羅した過去のデータに基づき、周期にわたって行われる。

下表は、デフォルト率（PD）モデルに関する2024年度のバックテストの結果を表している。

 

エクスポージャー・クラス別および手法別デフォルト率（PD）のバックテスト（簡易および先進的）－

（CR9）－2024年12月31日現在

 

2024年12月31日

現在

（百万ユーロ）

基礎的IRB

デフォルト率の範囲

昨年度末の債務者数
貸出金のデ

フォルト率

(％)

エクスポー

ジャー加重

平均デフォ

ルト率(％)

平均デフォ

ルト率(％)

過去の年平

均債務不履

行率(％) 

うち、今年

度の債務不

履行者

中央政府および

中央銀行

0.00以上0.15未満 67 - - 0.00％ 0.01％ -

0.00以上0.10未満 67 - - 0.00％ 0.01％ -

0.10以上0.15未満 - - - 0.12％ - -

0.15以上0.25未満 1 - - 0.16％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 5 - - 0.45％ 0.34％ -

0.50以上0.75未満 2 - - 0.60％ 0.60％ -

0.75以上2.50未満 4 - - 1.30％ 1.13％ -

0.75以上1.75未満 4 - - 1.30％ 1.13％ -

1.75以上2.5未満 - - - - - -

2.50以上10.00未満 1 - - 3.00％ 3.00％ -

2.5以上5未満 1 - - 3.00％ 3.00％ -

5以上10未満 - - - - - -

10.00以上100.00未満 - - - - - -

10以上20未満 - - - - - -

20以上30未満 - - - - - -

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） - - - - - -

機関

0.00以上0.15未満 278 1 0.36％ 0.03％ 0.04％ 0.24％

0.00以上0.10未満 277 1 0.36％ 0.03％ 0.04％ 0.24％

0.10以上0.15未満 1 - - 0.11％ 0.12％ -

0.15以上0.25未満 29 - - 0.21％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 19 - - 0.30％ 0.30％ 1.05％

0.50以上0.75未満 14 - - 0.60％ 0.60％ -

0.75以上2.50未満 17 - - 0.82％ 1.39％ -

0.75以上1.75未満 9 - - 0.79％ 0.93％ -

1.75以上2.5未満 8 - - 1.90％ 1.90％ -

2.50以上10.00未満 7 - - 3.10％ 4.43％ -

2.5以上5未満 2 - - 3.00％ 3.00％ -

5以上10未満 5 - - 5.00％ 5.00％ -

10.00以上100.00未満 4 - - 19.63％ 14.00％ 1.07％

10以上20未満 3 - - 11.99％ 12.00％ 1.43％

20以上30未満 1 - - 20.00％ 20.00％ -

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） 2 2 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
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企業－中小企業

0.00以上0.15未満 319 - - 0.07％ 0.11％ -

0.00以上0.10未満 46 - - 0.05％ 0.04％ -

0.10以上0.15未満 273 - - 0.13％ 0.12％ -

0.15以上0.25未満 4 - - 0.16％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 1,994 4 0.20％ 0.39％ 0.39％ 0.22％

0.50以上0.75未満 7 - - 0.60％ 0.60％ 0.25％

0.75以上2.50未満 2,895 28 0.97％ 1.06％ 1.11％ 0.70％

0.75以上1.75未満 2,874 28 0.97％ 1.01％ 1.11％ 0.69％

1.75以上2.5未満 21 - - 1.93％ 1.92％ 2.36％

2.50以上10.00未満 1,268 95 7.49％ 3.85％ 4.10％ 4.65％

2.5以上5未満 997 48 4.81％ 3.29％ 3.04％ 3.65％

5以上10未満 271 47 17.34％ 8.54％ 8.01％ 8.33％

10.00以上100.00未満 176 47 26.71％ 22.53％ 19.40％ 16.06％

10以上20未満 85 22 25.88％ 15.25％ 15.00％ 14.47％

20以上30未満 91 25 27.47％ 25.50％ 23.52％ 17.55％

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） 504 504 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

企業－専門金融

会社

0.00以上0.15未満 - - - - - -

0.00以上0.10未満 - - - - - -

0.10以上0.15未満 - - - - - -

0.15以上0.25未満 12 - - 0.16％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 19 2 10.53％ 0.30％ 0.32％ 5.26％

0.50以上0.75未満 16 - - 0.60％ 0.60％ -

0.75以上2.50未満 21 - - 1.09％ 1.04％ -

0.75以上1.75未満 21 - - 1.09％ 1.04％ -

1.75以上2.5未満 - - - - - -

2.50以上10.00未満 2 - - - 3.00％ -

2.5以上5未満 2 - - - 3.00％ -

5以上10未満 - - - - - -

10.00以上100.00未満 - - - 20.00％ - -

10以上20未満 - - - - - -

20以上30未満 - - - 20.00％ - -

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） - - - - - -

企業－その他

0.00以上0.15未満 2,318 2 0.09％ 0.06％ 0.08％ 0.07％

0.00以上0.10未満 1,236 - - 0.04％ 0.04％ 0.07％

0.10以上0.15未満 1,082 2 0.19％ 0.12％ 0.12％ 0.07％

0.15以上0.25未満 40 - - 0.16％ 0.16％ 0.02％

0.25以上0.50未満 3,730 9 0.24％ 0.36％ 0.37％ 0.37％

0.50以上0.75未満 102 2 1.96％ 0.60％ 0.60％ 0.83％

0.75以上2.50未満 3,175 33 1.04％ 1.09％ 1.07％ 0.89％

0.75以上1.75未満 3,085 33 1.07％ 0.97％ 1.05％ 0.89％

1.75以上2.5未満 90 - - 1.92％ 1.92％ 0.81％

2.50以上10.00未満 766 54 7.05％ 4.43％ 4.26％ 2.82％

2.5以上5未満 584 34 5.82％ 3.42％ 3.09％ 2.21％

5以上10未満 182 20 10.99％ 8.28％ 8.02％ 4.77％

10.00以上100.00未満 110 28 25.46％ 19.44％ 18.36％ 17.75％

10以上20未満 60 10 16.67％ 15.43％ 15.06％ 10.38％

20以上30未満 50 18 36.00％ 21.92％ 22.33％ 26.59％

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） 400 400 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
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2024年12月31日

現在

（百万ユーロ）

先進的IRB

デフォルト率の範囲

昨年度末の債務者数
貸出金のデ

フォルト率

(％)

エクスポー

ジャー加重

平均デフォ

ルト率(％)

平均デフォ

ルト率(％)

過去の年平

均債務不履

行率(％) 

うち、今年

度の債務不

履行者

中央政府および

中央銀行

0.00以上0.15未満 101 - - 0.01％ 0.01％ -

0.00以上0.10未満 101 - - 0.01％ 0.01％ -

0.10以上0.15未満 - - - - - -

0.15以上0.25未満 2 - - 0.16％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 1 - - 0.30％ 0.30％ -

0.50以上0.75未満 4 - - 0.60％ 0.60％ -

0.75以上2.50未満 6 - - 0.93％ 1.47％ -

0.75以上1.75未満 4 - - 0.93％ 1.25％ -

1.75以上2.5未満 2 - - - 1.90％ -

2.50以上10.00未満 8 - - 5.00％ 5.00％ -

2.5以上5未満 - - - - - -

5以上10未満 8 - - 5.00％ 5.00％ -

10.00以上100.00未満 14 - - 14.35％ 17.71％ 0.41％

10以上20未満 4 - - 12.00％ 12.00％ 1.43％

20以上30未満 10 - - 20.00％ 20.00％ -

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） 6 6 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

機関

0.00以上0.15未満 259 - - 0.04％ 0.04％ -

0.00以上0.10未満 259 - - 0.04％ 0.04％ -

0.10以上0.15未満 - - - 0.11％ - -

0.15以上0.25未満 81 - - 0.20％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 52 - - 0.30％ 0.30％ -

0.50以上0.75未満 45 - - 0.60％ 0.60％ -

0.75以上2.50未満 57 - - 0.88％ 1.37％ 0.28％

0.75以上1.75未満 30 - - 0.81％ 0.88％ 0.53％

1.75以上2.5未満 27 - - 1.90％ 1.90％ -

2.50以上10.00未満 28 - - 5.00％ 5.00％ -

2.5以上5未満 - - - - - -

5以上10未満 28 - - 5.00％ 5.00％ -

10.00以上100.00未満 8 - - 13.38％ 14.00％ 2.52％

10以上20未満 6 - - 12.00％ 12.00％ 3.36％

20以上30未満 2 - - 20.00％ 20.00％ -

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） 13 13 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

企業－中小企業

0.00以上0.15未満 28 - - 0.07％ 0.10％ -

0.00以上0.10未満 10 - - 0.05％ 0.04％ -

0.10以上0.15未満 18 - - 0.12％ 0.13％ -

0.15以上0.25未満 2,108 2 0.10％ 0.16％ 0.16％ 0.11％

0.25以上0.50未満 1,477 3 0.20％ 0.40％ 0.41％ 0.26％

0.50以上0.75未満 20 - - 0.51％ 0.53％ 0.23％

0.75以上2.50未満 1,165 12 1.03％ 1.12％ 1.14％ 0.84％

0.75以上1.75未満 1,059 10 0.94％ 1.07％ 1.04％ 0.76％

1.75以上2.5未満 106 2 1.89％ 2.12％ 2.12％ 1.67％

2.50以上10.00未満 322 13 4.04％ 4.46％ 5.61％ 5.21％

2.5以上5未満 109 2 1.84％ 3.19％ 3.53％ 3.79％

5以上10未満 213 11 5.16％ 6.96％ 6.67％ 5.93％

10.00以上100.00未満 231 8 3.46％ 20.76％ 19.81％ 9.02％

10以上20未満 91 3 3.30％ 14.59％ 15.07％ 12.02％

20以上30未満 123 1 0.81％ 22.37％ 20.72％ 3.67％

30.00以上100.00未満 17 4 23.53％ 36.55％ 38.66％ 31.75％

100.00（債務不履行） 81 81 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
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企業－専門金融

会社

0.00以上0.15未満 55 - - 0.08％ 0.07％ 0.29％

0.00以上0.10未満 42 - - 0.05％ 0.06％ 0.38％

0.10以上0.15未満 13 - - 0.12％ 0.12％ -

0.15以上0.25未満 210 - - 0.16％ 0.16％ -

0.25以上0.50未満 520 - - 0.30％ 0.31％ 0.17％

0.50以上0.75未満 275 - - 0.60％ 0.60％ 0.14％

0.75以上2.50未満 420 1 0.24％ 1.02％ 1.07％ 0.73％

0.75以上1.75未満 369 1 0.27％ 0.91％ 0.96％ 0.47％

1.75以上2.5未満 51 - - 1.90％ 1.90％ 2.62％

2.50以上10.00未満 60 2 3.33％ 4.01％ 5.00％ 4.18％

2.5以上5未満 12 - - 3.00％ 3.00％ 4.17％

5以上10未満 48 2 4.17％ 5.21％ 5.50％ 4.19％

10.00以上100.00未満 47 2 4.26％ 15.61％ 14.13％ 14.02％

10以上20未満 36 1 2.78％ 12.29％ 12.33％ 11.54％

20以上30未満 11 1 9.09％ 20.07％ 20.00％ 22.15％

30.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） 61 61 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

企業－その他

0.00以上0.15未満 1,438 - - 0.06％ 0.07％ -

0.00以上0.10未満 1,052 - - 0.04％ 0.05％ -

0.10以上0.15未満 386 - - 0.12％ 0.12％ -

0.15以上0.25未満 76 - - 0.16％ 0.16％ 0.03％

0.25以上0.50未満 1,006 2 0.20％ 0.34％ 0.35％ 0.12％

0.50以上0.75未満 45 - - 0.58％ 0.60％ 0.19％

0.75以上2.50未満 709 3 0.42％ 1.01％ 1.24％ 1.19％

0.75以上1.75未満 548 2 0.37％ 0.94％ 1.04％ 1.30％

1.75以上2.5未満 161 1 0.62％ 1.89％ 1.91％ 0.81％

2.50以上10.00未満 177 1 0.57％ 4.89％ 4.67％ 1.44％

2.5以上5未満 122 1 0.82％ 3.10％ 3.27％ 0.48％

5以上10未満 55 - - 8.11％ 7.76％ 3.58％

10.00以上100.00未満 74 2 2.70％ 17.55％ 19.30％ 5.50％

10以上20未満 20 - - 15.23％ 15.09％ 5.60％

20以上30未満 54 2 3.70％ 22.27％ 20.85％ 5.46％

30.00以上100.00未満 - - - 34.03％ - -

100.00（債務不履行） 126 126 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

リテール－中小

企業に対する不

動産資産担保付

0.00以上0.15未満 57 - - 0.13％ 0.13％ 0.20％

0.00以上0.10未満 - - - - - -

0.10以上0.15未満 57 - - 0.13％ 0.13％ 0.20％

0.15以上0.25未満 6,106 6 0.10％ 0.23％ 0.23％ 0.18％

0.25以上0.50未満 6,812 9 0.13％ 0.44％ 0.44％ 0.20％

0.50以上0.75未満 10,485 14 0.13％ 0.52％ 0.53％ 0.27％

0.75以上2.50未満 9,589 46 0.48％ 1.27％ 1.25％ 0.62％

0.75以上1.75未満 8,819 27 0.31％ 1.22％ 1.17％ 0.58％

1.75以上2.5未満 770 19 2.47％ 2.21％ 2.21％ 1.10％

2.50以上10.00未満 4,259 139 3.26％ 5.04％ 5.31％ 3.52％

2.5以上5未満 1,517 24 1.58％ 3.20％ 3.57％ 1.54％

5以上10未満 2,742 115 4.19％ 6.20％ 6.28％ 4.61％

10.00以上100.00未満 1,465 130 8.87％ 20.72％ 22.04％ 14.77％

10以上20未満 845 54 6.39％ 13.69％ 14.26％ 10.44％

20以上30未満 269 31 11.52％ 25.91％ 23.78％ 17.43％

30.00以上100.00未満 351 45 12.82％ 36.50％ 39.43％ 23.15％

100.00（債務不履行） 982 982 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
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リテール－非中

小企業に対する

不動産資産担保

付

0.00以上0.15未満 581,867 474 0.08％ 0.07％ 0.07％ 0.06％

0.00以上0.10未満 538,182 431 0.08％ 0.07％ 0.07％ 0.06％

0.10以上0.15未満 43,685 43 0.10％ 0.11％ 0.11％ 0.07％

0.15以上0.25未満 202,784 100 0.05％ 0.23％ 0.24％ 0.07％

0.25以上0.50未満 134,966 461 0.34％ 0.29％ 0.29％ 0.23％

0.50以上0.75未満 63,676 563 0.88％ 0.59％ 0.59％ 0.46％

0.75以上2.50未満 33,392 321 0.96％ 1.23％ 1.09％ 0.66％

0.75以上1.75未満 32,781 311 0.95％ 1.11％ 1.07％ 0.65％

1.75以上2.5未満 611 10 1.64％ 2.42％ 2.24％ 1.29％

2.50以上10.00未満 48,502 1,508 3.11％ 6.12％ 5.93％ 4.38％

2.5以上5未満 21,302 156 0.73％ 3.68％ 3.64％ 0.94％

5以上10未満 27,200 1,352 4.97％ 7.54％ 7.72％ 7.08％

10.00以上100.00未満 16,876 2,320 13.75％ 19.44％ 17.32％ 12.92％

10以上20未満 11,965 828 6.92％ 12.02％ 11.92％ 8.39％

20以上30未満 2,272 551 24.25％ 21.92％ 21.55％ 14.83％

30.00以上100.00未満 2,639 941 35.66％ 37.97％ 38.20％ 31.83％

100.00（債務不履行） 9,194 9,194 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

リテール－適格

リボルビング

0.00以上0.15未満 3,305,045 2,300 0.07％ 0.08％ 0.08％ 0.06％

0.00以上0.10未満 2,677,938 1,734 0.07％ 0.07％ 0.07％ 0.05％

0.10以上0.15未満 627,107 566 0.09％ 0.12％ 0.12％ 0.09％

0.15以上0.25未満 1,345,566 2,280 0.17％ 0.21％ 0.21％ 0.15％

0.25以上0.50未満 555,824 1,853 0.33％ 0.33％ 0.33％ 0.25％

0.50以上0.75未満 572,250 2,830 0.50％ 0.60％ 0.61％ 0.37％

0.75以上2.50未満 1,934,712 16,137 0.83％ 1.50％ 1.42％ 1.00％

0.75以上1.75未満 1,530,360 10,119 0.66％ 1.25％ 1.26％ 0.92％

1.75以上2.5未満 404,352 6,018 1.49％ 2.08％ 2.04％ 1.29％

2.50以上10.00未満 909,963 41,519 4.56％ 5.01％ 5.10％ 3.84％

2.5以上5未満 548,898 17,250 3.14％ 3.59％ 3.63％ 2.52％

5以上10未満 361,065 24,269 6.72％ 7.10％ 7.34％ 5.86％

10.00以上100.00未満 332,279 63,002 18.96％ 22.34％ 22.74％ 16.20％

10以上20未満 176,844 18,787 10.62％ 12.63％ 12.40％ 8.58％

20以上30未満 40,291 9,551 23.71％ 24.99％ 23.84％ 19.58％

30.00以上100.00未満 115,144 34,664 30.11％ 38.30％ 38.23％ 26.71％

100.00（債務不履行） 170,057 170,056 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

リテール－その

他の中小企業

0.00以上0.15未満 849 1 0.12％ 0.09％ 0.11％ 0.37％

0.00以上0.10未満 288 1 0.35％ 0.08％ 0.07％ 0.97％

0.10以上0.15未満 561 - - 0.12％ 0.13％ 0.06％

0.15以上0.25未満 26,508 34 0.13％ 0.18％ 0.20％ 0.13％

0.25以上0.50未満 152,105 502 0.33％ 0.40％ 0.31％ 0.22％

0.50以上0.75未満 82,386 310 0.38％ 0.56％ 0.56％ 0.33％

0.75以上2.50未満 310,915 2,933 0.94％ 1.24％ 1.42％ 0.90％

0.75以上1.75未満 229,600 1,533 0.67％ 1.04％ 1.17％ 0.73％

1.75以上2.5未満 81,315 1,400 1.72％ 2.12％ 2.11％ 1.38％

2.50以上10.00未満 122,804 5,318 4.33％ 5.11％ 5.10％ 3.37％

2.5以上5未満 66,037 2,072 3.14％ 3.51％ 3.83％ 2.47％

5以上10未満 56,767 3,246 5.72％ 6.48％ 6.57％ 4.41％

10.00以上100.00未満 68,670 13,976 20.35％ 20.48％ 22.39％ 16.73％

10以上20未満 41,373 4,427 10.70％ 14.35％ 13.92％ 9.15％

20以上30未満 6,946 2,303 33.16％ 25.02％ 23.90％ 22.59％

30.00以上100.00未満 20,351 7,246 35.61％ 38.77％ 39.10％ 30.13％

100.00（債務不履行） 37,976 37,976 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
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リテール－その

他の非中小企業

0.00以上0.15未満 241,957 242 0.10％ 0.08％ 0.09％ 0.07％

0.00以上0.10未満 148,746 144 0.10％ 0.07％ 0.07％ 0.06％

0.10以上0.15未満 93,211 98 0.11％ 0.12％ 0.12％ 0.09％

0.15以上0.25未満 320,464 374 0.12％ 0.22％ 0.23％ 0.11％

0.25以上0.50未満 572,636 1,715 0.30％ 0.34％ 0.35％ 0.25％

0.50以上0.75未満 555,651 2,452 0.44％ 0.59％ 0.59％ 0.35％

0.75以上2.50未満 1,577,953 23,910 1.52％ 1.40％ 1.44％ 1.13％

0.75以上1.75未満 1,224,162 18,196 1.49％ 1.17％ 1.24％ 1.07％

1.75以上2.5未満 353,791 5,714 1.62％ 2.15％ 2.14％ 1.35％

2.50以上10.00未満 692,478 24,574 3.55％ 4.91％ 4.81％ 3.42％

2.5以上5未満 456,459 12,310 2.70％ 3.58％ 3.72％ 2.56％

5以上10未満 236,019 12,264 5.20％ 6.94％ 6.93％ 5.08％

10.00以上100.00未満 421,112 85,562 20.32％ 22.94％ 27.32％ 21.30％

10以上20未満 209,689 18,083 8.62％ 13.36％ 13.62％ 9.32％

20以上30未満 35,331 11,499 32.55％ 23.00％ 22.20％ 20.86％

30.00以上100.00未満 176,092 55,980 31.79％ 41.16％ 44.65％ 35.65％

100.00（債務不履行） 248,377 248,377 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％

 

長期平均PD率は、時間枠が重複しないように計算される。

 

3.4.2.2.7　予想損失と発生損失との比較

2024年12月31日現在、債務不履行時エクスポージャー（EAD）に対する予想損失（EL）の比率は0.99％で

あった（2023年12月31日現在は1.06％）。この比率は、中央政府および中央銀行、機関、企業、小口顧客な

らびに株式ポートフォリオについて先進的IRBアプローチで計算される。

一方、2024年12月31日現在の総エクスポージャーに対する引当金の比率は、2023年度末現在の1.01％に対

して0.96％であった。

 

3.4.2.3　カウンターパーティー・リスク（EU CCRA）

クレディ・アグリコル・エス・エーは、銀行ポートフォリオまたはトレーディング勘定の別なく、すべて

のエクスポージャーについてカウンターパーティー・リスクを計算している。トレーディング勘定の項目に

関するカウンターパーティー・リスクは、市場リスクの規制監督に関する規定に従って計算している。

銀行ポートフォリオの先渡金融商品取引におけるカウンターパーティー・リスクの規制上の取扱いについ

ては、2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号（その後の改正を含む。）の規制基準に基づいて定義されて

いる。クレディ・アグリコル・エス・エーは、銀行ポートフォリオの先渡金融商品取引におけるカウンター

パーティー・リスク・エクスポージャーの測定に標準的アプローチを（第274条）、または内部モデルに基づ

く方法を（第283条）用いている。

カウンターパーティー・リスクは、関連する取引の性質および発生したカウンターパーティー・リスクの

サブカテゴリに応じて、いくつかの指標によって決定される。

変動リスク：

■　単一のカウンターパーティーとの間のネッティング／担保契約を考慮した場合の、当該カウンターパー

ティーとの取引の最大将来エクスポージャー。最大将来エクスポージャーは、内部モデル（クレディ・

アグリコル・CIBについては、2014年度に検証されたモデル）またはSA-CCR標準アプローチ（クレディ・

アグリコル・エス・エーのその他の子会社については、2021年6月以降適用されている規制モデル）を使

用して計算される。

■　単一カウンターパーティーとのレポ／リバースレポ取引および有価証券貸借取引の名目価額。

受渡リスク：

■　任意の日に取引相手先が借りている資産を受け渡す場合に、当該日に当該取引相手先から受け取る資産

（現金または有価証券）の価値（たとえば、CLS決済（多通貨同時決済）のように手形交換所以外で決済

される受渡可能な外国為替取引、または支払なしに受渡しを行う有価証券貸借等）。
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中央清算機関（CCP）については：

■　CCPの当初証拠金所要額をカバーするためにCCPに預けられた資産（有価証券または現金）の価値。

■　変動証拠金支払およびCCPによる支払を考慮した、CCPが清算した取引の変動リスク。

■　デフォルト・ファンドに対するエクスポージャー。

営業チームは、取引相手先のリスク特性およびそれを踏まえて計画される取引額に見合った限度枠を要求

する。限度額は、当該事業体のリスク管理事業部門の担当者が作成するリスク意見に基づき、カウンター

パーティー・リスクの適切な受任者によって承認される。この独立した意見は、以下のような複数の要因の

分析に基づいている。

■　取引相手先の部門または地域における当該事業体のリスク選好。

■　取引相手先のファンダメンタルズ（内部格付およびもしあれば外部格付、貸借対照表、取引高、業績、

取引相手先がファンドの場合は純資産価値等）。

■　適用されるセクター・ポリシー（ESG基準）。

■　取引相手先が提供する契約上の枠組み／保証（独立担保額、担保契約、質権等）。

■　想定される取引商品／満期。

CCPは、具体的なリスク手続の対象である。この手続は、各CCPの具体的な特徴、ならびにEMIR（欧州市場

インフラ規制）および他の法域における同等の規制によりクレディ・アグリコル・エス・エーの子会社が特

定の商品を認可CCPにおいて清算するよう義務づけられている事実を考慮したものである。たとえば、クレ

ディ・アグリコル・CIBでは、CCPの限度額は最高レベル（業務執行陣）で決定する。新たなCCPに（直接また

は清算ブローカーを通じて間接的に）加入する場合、または既存のCCPを通じて新たな種類の商品を清算する

場合は、「新商品委員会」または「CCP委員会」に関与するすべての支援機構による審査を受ける。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、個別の取引相手先に対して事前に資本を割り当てない。自己資本

比率は、すべての事業体のポートフォリオを基礎として、事業体によってSA-CCR方式または内部モデルのい

ずれかを用いてグローバルに算出される。

市場取引におけるカウンターパーティー・リスクをヘッジするために、クレディ・アグリコル・CIBはシ

ングルネームCDSおよびインデックスCDSを、厳格な基準に従って選定したディーラー、すなわちクレディ・

アグリコル・CIBが「ゴールデン」CSA契約（双務的かつ日次のマージンコール、閾値0、最低送金額は低く設

定）を締結した大手銀行から購入している。これらの取引相手先のファンダメンタルズは、リスク部門が毎

年確認する。

規制当局のインセンティブに従い、当行のシングルネームCDSおよびインデックスCDSポジションの大部分

が清算される。

カウンターパーティー・リスクの詳細については、「2．リスク管理」の項を参照。

■　信用限度額の設定方法については、2.4.Ⅱ.2.2．「信用リスクの測定」を参照。

■　担保およびその他の信用リスク軽減措置に関する方針については、2.4.Ⅱ.4．「信用リスク軽減メカニ

ズム」を参照。

■　相関リスク政策については、2.4.Ⅱ.2.2．「信用リスクの測定」を参照。

 

3.4.2.3.1　カウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーの分析

アプローチ別のカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー－2024年12月31日現在

 

2024年12月31日現在

(十億ユーロ)

標準的 IRB 合計

エクスポー

ジャー額（債

務不履行時エ

クスポー

ジャー）

リスク

加重資産

エクスポー

ジャー額（債

務不履行時エ

クスポー

ジャー）

リスク

加重資産

エクスポー

ジャー額（債

務不履行時エ

クスポー

ジャー）

リスク

加重資産
資本要件

中央政府および中央銀行 1.1 - 7.7 0.3 8.8 0.3 0.0

機関 12.1 2.2 27.2 6.7 39.3 8.8 0.7
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企業 2.8 2.7 39.3 8.6 42.1 11.3 0.9

小口顧客 - - - - - - -

株式 - - - - - - -

証券化 - - - - - - -

その他の債権でない資産 - - - - - - -

合計 15.9 4.9 74.2 15.5 90.2 20.4 1.6

 

アプローチ別のカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー－2023年12月31日現在

 

2023年12月31日現在

(十億ユーロ)

標準的 IRB 合計

エクスポー

ジャー額（債

務不履行時エ

クスポー

ジャー）

リスク

加重資産

エクスポー

ジャー額（債

務不履行時エ

クスポー

ジャー）

リスク

加重資産

エクスポー

ジャー額（債

務不履行時エ

クスポー

ジャー）

リスク

加重資産
資本要件

中央政府および中央銀行 0.9 0.0 10.4 0.3 11.3 0.3 0.0

機関 14.7 2.1 26.6 7.1 41.3 9.2 0.7

企業 1.9 1.8 32.2 7.4 34.1 9.2 0.7

小口顧客 - - - - - - -

株式 - - - - - - -

証券化 - - - - - - -

その他の債権でない資産 - - - - - - -

合計 17.5 3.9 69.2 14.7 86.7 18.7 1.5

 

カウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーの合計は、2024年12月31日現在、90.2十億ユー

ロであった。その内訳は、デリバティブとして48.9十億ユーロ、証券金融事業として41.3十億ユーロであっ

た。

先渡金融商品へのエクスポージャーに関する情報は、連結財務書類に対する注記3.3「市場リスク」（「第

6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財

務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）にも記載されている。

 

3.4.2.3.2　アプローチ別のカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー

アプローチ別のカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャーの分析（CCR1）

 

2024年12月31日現在

(百万ユーロ)

再調達コス

ト（RC）

潜在的推定

エクスポー

ジャー

（PFE）

実質期待ポ

ジティブ・

エクスポー

ジャー

規制エクス

ポージャー額

の算出に使用

するアルファ

値

信用リスク

軽減前の債

務不履行時

エクスポー

ジャー

信用リスク

軽減後の債

務不履行時

エクスポー

ジャー

エクスポー

ジャー額

リスク

加重資産

EU1 EU-原エクスポー

ジャー手法（デリバ

ティブ）

- -  1.4 - - - -

EU2 EU-簡易版SA-CCR（デ

リバティブ）
- -  1.4 - - - -

1 SA-CCR（デリバティ

ブ）
3,338 3,563  1.4 19,374 9,662 10,258 4,486

2 内部モデルに基づく方

法（デリバティブおよ

び証券金融取引）

  22,544 1.65 83,653 37,197 37,197 10,459

2a うち、証券金融取引

ネッティング・セッ

トによるもの

  -  - - - -
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2b うち、デリバティブ

および長期決済取引

ネッティング・セッ

トによるもの

  22,544  83,653 37,197 37,197 10,459

2c うち、契約上のクロ

スプロダクト・ネッ

ティング・セットに

よるもの

  -  - - - -

3 単純な方法による金融

担保（証券金融取引）
    - - - -

4 包括的方法による金融

担保（証券金融取引）
    406,940 43,997 36,456 5,376

5 証券金融取引に対する

バリュー・アット・リ

スク

    - - - -

6 合計     509,967 90,855 83,910 20,321

 

2023年12月31日現在

(百万ユーロ)

再調達コス

ト（RC）

潜在的推定

エクスポー

ジャー

（PFE）

実質期待ポ

ジティブ・

エクスポー

ジャー

規制エクス

ポージャー額

の算出に使用

するアルファ

値

信用リスク

軽減前の債

務不履行時

エクスポー

ジャー

信用リスク

軽減後の債

務不履行時

エクスポー

ジャー

エクスポー

ジャー額

リスク

加重資産

EU1 EU-原エクスポー

ジャー手法（デリバ

ティブ）

- -  1.4 - - - -

EU2 EU-簡易版SA-CCR（デ

リバティブ）
- -  1.4 - - - -

1 SA-CCR（デリバティ

ブ）
2,597 2,499  1.4 11,574 7,136 7,130 3,231

2 内部モデルに基づく方

法（デリバティブおよ

び証券金融取引）

  23,263 1.65 - 38,384 38,213 10,935

2a うち、証券金融取引

ネッティング・セッ

トによるもの

  -  - - - -

2b うち、デリバティブ

および長期決済取引

ネッティング・セッ

トによるもの

  23,263  - 38,384 38,213 10,935

2c うち、契約上のクロ

スプロダクト・ネッ

ティング・セットに

よるもの

  -  - - - -

3 単純な方法による金融

担保（証券金融取引）
    - - - -

4 包括的方法による金融

担保（証券金融取引）
    345,851 38,661 32,319 4,309

5 証券金融取引に対する

バリュー・アット・リ

スク

    - - - -

6 合計     357,424 84,180 77,662 18,475
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3.4.2.3.3　標準的アプローチに基づくカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー

標準的アプローチに基づく規制ポートフォリオ別およびリスク加重比率別のカウンターパーティー・リス

ク・エクスポージャー－2024年12月31日現在（CCR3）

 

2024年12月31日

現在

エクスポージャー・

クラス

(百万ユーロ)

リスク加重比率

0％ 2％ 4％ 10％ 20％ 50％ 70％ 75％ 100％ 150％ その他

信用リス

ク・エク

スポー

ジャー合

計

中央政府または

中央銀行
1,067 - - - - - - - 0 - - 1,067

地域政府または

地方自治体
- - - - - - - - - - - -

公共部門団体 6 - - - 5 1 - - - - - 12

国際開発金融機関 - - - - - - - - - - - -

国際組織 - - - - - - - - - - - -

機関 4 6,248 - - 3,267 2,339 - - 222 0 - 12,080

企業 - - - - 17 101 - - 2,609 61 - 2,788

小口顧客 - - - - - - - 2 - - - 2

短期信用評価を受け

ている機関および企

業

- - - - - - - - - - - -

その他の項目 - - - - - - - - - 2 - 2

エクスポージャー額

合計
1,076 6,248 - - 3,289 2,441 - 2 2,831 63 - 15,950

 

標準的アプローチに基づく規制ポートフォリオ別およびリスク加重比率別のカウンターパーティー・リス

ク・エクスポージャー－2023年12月31日現在（CCR3）

 

2023年12月31日

現在

エクスポージャー・

クラス

(百万ユーロ)

リスク加重比率

0％ 2％ 4％ 10％ 20％ 50％ 70％ 75％ 100％ 150％ その他

信用リス

ク・エク

スポー

ジャー合

計

中央政府または

中央銀行
891 - - - 35 - - - 0 - - 926

地域政府または

地方自治体
- - - - - - - - - - - -

公共部門団体 3 - - - 5 0 - - - - - 8

国際開発金融機関 - - - - - - - - - - - -

国際組織 - - - - - - - - - - - -

機関 2 9,055 - - 3,159 2,256 - - 188 0 - 14,660

企業 - - - - 18 111 - - 1,722 19 - 1,870

小口顧客 - - - - - - - 1 - - - 1

短期信用評価を受け

ている機関および企

業

- - - - - - - - - - - -

その他の項目 - - - - - - - - - 4 - 4

エクスポージャー額

合計
896 9,055 - - 3,216 2,367 - 1 1,910 24 - 17,469
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3.4.2.3.4　先進的アプローチに基づくカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー

2024年12月31日現在の基礎的内部格付に基づくアプローチによるポートフォリオ別、デフォルト率（PD）の

範囲別および監督ポートフォリオ別のカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー（CCR4）

 

2024年12月31日現在

エクスポージャー・クラス

(百万ユーロ)

デフォルト率

の範囲

エクスポー

ジャー額

エクスポー

ジャー加重平

均デフォルト

率(％)

エクスポー

ジャー加重平

均債務不履行

時の損失(％)

エクスポー

ジャー加重

平均満期(年)

リスク加重

資産

リスク加重

エクスポー

ジャーの密度

企業－その他

0.00以上0.15未満 348 0.04％ 45.00％ 2.49 61 17.53％

0.15以上0.25未満 - - - - - -

0.25以上0.50未満 31 0.30％ 45.00％ 2.50 18 57.92％

0.50以上0.75未満 - - - - - -

0.75以上2.50未満 1 0.84％ 45.00％ 2.50 1 91.66％

2.50以上10.00未満 1 3.87％ 45.00％ 2.50 1 146.52％

10.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） - - - - - -

小計 381 0.07％ 45.00％ 2.49 81 21.26％

合計 381 0.07％ 45.00％ 2.49 81 21.26％

 

2023年12月31日現在の基礎的内部格付に基づくアプローチによるポートフォリオ別、デフォルト率（PD）の

範囲別および監督ポートフォリオ別のカウンターパーティー・リスクに対するエクスポージャー（CCR4）

 

2023年12月31日現在

エクスポージャー・クラス

(百万ユーロ)

デフォルト率

の範囲

エクスポー

ジャー額

エクスポー

ジャー加重平

均デフォルト

率(％)

エクスポー

ジャー加重平

均債務不履行

時の損失(％)

エクスポー

ジャー加重

平均満期(年)

リスク加重

資産

リスク加重

エクスポー

ジャーの密度

企業－その他

0.00以上0.15未満 362 0.05％ 45.00％ 2.49 69 19.06％

0.15以上0.25未満 - - - - - -

0.25以上0.50未満 2 0.31％ 45.00％ 2.50 1 58.03％

0.50以上0.75未満 - - - - - -

0.75以上2.50未満 3 0.86％ 45.00％ 2.50 3 92.52％

2.50以上10.00未満 - 3.85％ 45.00％ 2.50 - 146.26％

10.00以上100.00未満 - - - - - -

100.00（債務不履行） - - - - - -

小計 366 0.06％ 45.00％ 2.49 73 19.84％

合計 366 0.06％ 45.00％ 2.49 73 19.85％

 

先進的内部格付に基づくアプローチによるポートフォリオ別、デフォルト率（PD）の範囲別および監督ポー

トフォリオ別のカウンターパーティー・リスク・エクスポージャー（CCR4）

 

2024年12月31日現在

エクスポージャー・クラス

(百万ユーロ)

デフォルト率

の範囲

エクスポー

ジャー額

エクスポー

ジャー加重平

均デフォルト

率(％)

エクスポー

ジャー加重平

均債務不履行

時の損失(％)

エクスポー

ジャー加重平

均満期(年)

リスク加重

資産

リスク加重

エクスポー

ジャーの密度
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中央政府および中央銀行

0.00以上0.15未満 7,373 0.01％ 8.03％ 3.10 139 1.88％

0.15以上0.25未満 163 0.15％ 9.75％ 3.18 17 10.42％

0.25以上0.50未満 101 0.30％ 10.00％ 0.39 8 7.72％

0.50以上0.75未満 9 0.60％ 10.00％ 1.35 1 14.53％

0.75以上2.50未満 62 0.72％ 45.00％ 4.13 75 120.47％

2.50以上10.00未満 - 2.96％ 45.02％ 1.08 - 117.54％

10.00以上100.00未満 28 20.00％ 45.00％ 1.66 67 243.46％

100.00（債務不履行） - - - - - -

小計 7,736 0.10％ 8.53％ 3.07 307 3.97％

機関

0.00以上0.15未満 22,621 0.07％ 33.05％ 1.81 4,226 18.68％

0.15以上0.25未満 3,199 0.20％ 42.21％ 1.66 1,496 46.76％

0.25以上0.50未満 683 0.30％ 40.21％ 1.34 354 51.90％

0.50以上0.75未満 417 0.60％ 42.01％ 1.57 332 79.58％

0.75以上2.50未満 246 1.15％ 44.26％ 1.29 250 101.78％

2.50以上10.00未満 - 5.01％ 45.01％ 0.26 - 130.46％

10.00以上100.00未満 3 20.82％ 42.97％ 4.37 8 277.32％

100.00（債務不履行） - 100.00％ 45.46％ 5.02 - 1.14％

小計 27,169 0.11％ 34.55％ 1.77 6,666 24.54％

企業－その他

0.00以上0.15未満 27,217 0.05％ 23.27％ 1.13 2,374 8.72％

0.15以上0.25未満 1,966 0.16％ 40.33％ 1.80 763 38.80％

0.25以上0.50未満 3,982 0.31％ 37.14％ 1.70 1,764 44.31％

0.50以上0.75未満 2,741 0.60％ 42.60％ 0.32 1,344 49.05％

0.75以上2.50未満 1,832 0.91％ 48.77％ 0.82 1,395 76.12％

2.50以上10.00未満 121 5.16％ 50.83％ 2.05 194 160.34％

10.00以上100.00未満 131 16.83％ 46.00％ 2.65 331 252.93％

100.00（債務不履行） 51 100.00％ 45.00％ 1.29 1 1.10％

小計 38,042 0.37％ 28.42％ 1.16 8,166 21.47％

企業－中小企業

0.00以上0.15未満 12 0.05％ 41.96％ 2.16 2 13.16％

0.15以上0.25未満 - 0.16％ 41.10％ 1.62 - 25.71％

0.25以上0.50未満 6 0.40％ 41.10％ 4.45 4 61.18％

0.50以上0.75未満 2 0.60％ 41.15％ 1.03 1 49.33％

0.75以上2.50未満 7 0.84％ 40.98％ 1.25 4 56.01％

2.50以上10.00未満 10 3.01％ 40.86％ 4.10 10 105.71％

10.00以上100.00未満 1 20.29％ 62.74％ 1.19 3 233.38％

100.00（債務不履行） - - - - - -

小計 38 1.78％ 42.08％ 2.75 23 62.21％

企業－専門金融会社

0.00以上0.15未満 40 0.07％ 9.76％ 4.35 3 8.37％

0.15以上0.25未満 312 0.16％ 24.28％ 4.52 102 32.84％

0.25以上0.50未満 229 0.30％ 19.36％ 4.45 80 34.77％

0.50以上0.75未満 104 0.60％ 13.00％ 4.71 32 31.32％

0.75以上2.50未満 136 0.86％ 14.27％ 4.43 50 36.97％

2.50以上10.00未満 - 4.99％ 19.44％ 5.00 - 82.33％

10.00以上100.00未満 9 19.97％ 31.22％ 3.75 16 184.33％

100.00（債務不履行） 10 100.00％ 9.35％ 4.82 - 1.10％

小計 839 1.70％ 19.13％ 4.50 285 33.91％
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リテール

0.00以上0.15未満 - - - - - -

0.15以上0.25未満 - 0.25％ 83.63％ 1.00 - 42.69％

0.25以上0.50未満 - - - - - -

0.50以上0.75未満 - 0.55％ 87.25％ 1.00 - 71.85％

0.75以上2.50未満 1 1.78％ 78.14％ 1.00 1 103.94％

2.50以上10.00未満 2 4.93％ 50.90％ 1.00 2 81.82％

10.00以上100.00未満 - 31.30％ 46.51％ 1.00 - 130.54％

100.00（債務不履行） - 100.00％ 99.88％ 1.00 - 0.04％

小計 3 6.31％ 61.44％ 1.00 3 85.51％

合計 73,827 0.26％ 28.49％ 1.62 15,450 20.93％

 

先進的内部格付に基づくアプローチによるポートフォリオ別、デフォルト率（PD）の範囲別および監督ポー

トフォリオ別のカウンターパーティー・リスク・エクスポージャー（CCR4）

 

2023年12月31日現在

エクスポージャー・クラス

(百万ユーロ)

デフォルト率

の範囲

エクスポー

ジャー額

エクスポー

ジャー加重平

均デフォルト

率(％)

エクスポー

ジャー加重平

均債務不履行

時の損失(％)

エクスポー

ジャー加重平

均満期(年)

リスク加重

資産

リスク加重

エクスポー

ジャーの密度

中央政府および中央銀行

0.00以上0.15未満 9,936 0.01％ 7.55％ 2.44 145 1.46％

0.15以上0.25未満 342 0.16％ 11.64％ 2.14 33 9.58％

0.25以上0.50未満 31 0.31％ 10.00％ 1.16 3 9.72％

0.50以上0.75未満 30 0.60％ 10.00％ 1.27 4 14.30％

0.75以上2.50未満 65 0.75％ 45.00％ 4.99 78 120.36％

2.50以上10.00未満 - - - - - -

10.00以上100.00未満 7 20.00％ 45.00％ 4.96 20 279.03％

100.00（債務不履行） - - - - - -

小計 10,411 0.04％ 7.96％ 2.44 284 2.72％

機関

0.00以上0.15未満 22,298 0.07％ 33.12％ 2.24 4,551 20.41％

0.15以上0.25未満 2,693 0.19％ 39.93％ 1.83 1,254 46.56％

0.25以上0.50未満 926 0.30％ 42.29％ 2.01 584 63.13％

0.50以上0.75未満 390 0.60％ 41.36％ 2.46 333 85.42％

0.75以上2.50未満 326 1.01％ 43.99％ 1.24 302 92.56％

2.50以上10.00未満 2 5.00％ 49.69％ 0.99 3 142.29％

10.00以上100.00未満 9 20.23％ 51.52％ 4.84 33 358.29％

100.00（債務不履行） - 100.00％ 45.00％ 4.97 - 76.25％

小計 26,644 0.12％ 34.39％ 2.19 7,060 26.50％

企業－その他

0.00以上0.15未満 22,831 0.05％ 25.58％ 1.34 2,416 10.58％

0.15以上0.25未満 1,538 0.16％ 41.40％ 2.50 711 46.24％

0.25以上0.50未満 2,718 0.33％ 37.24％ 1.88 1,310 48.20％

0.50以上0.75未満 1,718 0.60％ 39.64％ 0.60 842 49.03％

0.75以上2.50未満 1,683 0.90％ 47.65％ 1.16 1,291 76.71％

2.50以上10.00未満 174 3.34％ 49.03％ 2.24 261 149.67％

10.00以上100.00未満 40 19.11％ 46.43％ 2.27 102 256.53％

100.00（債務不履行） 51 100.00％ 45.00％ 1.88 4 7.86％

小計 30,753 0.37％ 29.59％ 1.40 6,937 22.56％
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企業－中小企業

0.00以上0.15未満 9 0.04％ 40.96％ 2.41 1 12.18％

0.15以上0.25未満 - 0.16％ 41.10％ 2.48 - 31.76％

0.25以上0.50未満 2 0.42％ 41.79％ 4.10 1 54.18％

0.50以上0.75未満 - - - - - -

0.75以上2.50未満 25 0.92％ 41.03％ 2.18 17 66.30％

2.50以上10.00未満 4 3.00％ 41.10％ 4.82 4 101.35％

10.00以上100.00未満 - 20.00％ 42.53％ 4.00 1 200.53％

100.00（債務不履行） - - - - - -

小計 41 1.11％ 41.08％ 2.59 24 58.40％

企業－専門金融会社

0.00以上0.15未満 87 0.07％ 9.61％ 4.42 6 7.36％

0.15以上0.25未満 348 0.16％ 23.56％ 4.73 113 32.61％

0.25以上0.50未満 293 0.30％ 20.08％ 4.52 101 34.52％

0.50以上0.75未満 170 0.60％ 11.38％ 4.88 43 25.63％

0.75以上2.50未満 112 0.95％ 15.84％ 4.00 45 40.73％

2.50以上10.00未満 5 5.00％ 11.99％ 2.87 2 44.97％

10.00以上100.00未満 11 19.97％ 28.43％ 4.20 19 171.05％

100.00（債務不履行） 4 100.00％ 10.52％ 3.68 2 52.68％

小計 1,028 0.94％ 18.49％ 4.57 333 32.37％

リテール

0.00以上0.15未満 - - - - - -

0.15以上0.25未満 - 0.25％ 67.14％ 1.00 - 34.28％

0.25以上0.50未満 - - - - - -

0.50以上0.75未満 - 0.54％ 95.48％ 1.00 - 78.63％

0.75以上2.50未満 - 1.36％ 87.92％ 1.00 - 104.09％

2.50以上10.00未満 1 4.39％ 74.53％ 1.00 1 118.87％

10.00以上100.00未満 2 17.42％ 56.79％ 1.00 2 130.25％

100.00（債務不履行） - 100.00％ 100.00％ 1.00 - -

小計 3 9.70％ 69.23％ 1.00 3 111.23％

合計 68,881 0.23％ 28.02％ 1.91 14,640 21.25％

 

3.4.2.3.5　担保

カウンターパーティー・リスク・エクスポージャーに対する担保の内訳（CCR5）

 

2024年12月31日現在

担保の種類

（百万ユーロ）

デリバティブ取引に使用される担保 証券金融取引に使用される担保

受領した担保の公正

価値
差入担保の公正価値

受領した担保の公正

価値
差入担保の公正価値

分離 非分離 分離 非分離 分離 非分離 分離 非分離

1 現金－国内通貨 192 9,569 531 19,772 - 310 - 1,535

2 現金－その他の通貨 - 13,416 186 16,231 - 878 - 625

3 国内ソブリン債 - 4,251 51 87 - 176,515 - 172,026

4 その他のソブリン債 - 5,668 38 18 - 305,116 - 296,371

5 政府債務 - 168 1,283 5,520 - 33,145 - 36,800

6 社債 - 1,935 - - - 25,522 - 26,114

7 株式 - 106 - - - 24,822 - 24,849

8 その他の担保 - 19 75 68 - 9,121 - 4,880

9 合計 192 35,132 2,164 41,696 - 575,430 - 563,200

 

2023年12月31日現在

担保の種類

（百万ユーロ）

デリバティブ取引に使用される担保 証券金融取引に使用される担保

受領した担保の公正

価値
差入担保の公正価値

受領した担保の公正

価値
差入担保の公正価値

分離 非分離 分離 非分離 分離 非分離 分離 非分離

1 現金－国内通貨 - 9,434 296 20,722 - 933 - 1,392

2 現金－その他の通貨 - 8,241 89 13,796 - 619 - 9

3 国内ソブリン債 - 3,600 - 59 - 156,931 - 144,771

4 その他のソブリン債 - 2,397 - - - 230,681 - 170,222
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5 政府債務 - 52 984 2,947 - 27,328 - 26,393

6 社債 - 1,247 - - - 17,822 - 22,220

7 株式 - 63 - - - 26,139 - 21,160

8 その他の担保 - 7 46 53 - 3,135 - 4,574

9 合計 - 25,042 1,415 37,577 - 463,589 - 390,742

 

3.4.2.3.6　内部モデルに基づく手法（IMM）に基づくリスク加重資産の推移

内部モデルに基づく手法（IMM）に基づくカウンターパーティー・リスク・エクスポージャーに関するリスク

加重資産（RWA）のフロー表（CCR7）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）
リスク加重資産

0010 前報告期間末（2024年9月30日）におけるリスク加重資産 9,519

0020 資産合計 4,258

0030 カウンターパーティーの信用格付 61

0040 モデルの更新（内部モデルに基づく方法のみ） (579)

0050 方法および方針（内部モデルに基づく方法のみ） (1,190)

0060 取得および処分 -

0070 外国為替の変動 (1,663)

0080 その他 54

0090 当報告期間末（2024年12月31日）におけるリスク加重資産 10,459

 

3.4.2.3.7　清算機関（CCP）に対するエクスポージャー

清算機関（CCP）に対するエクスポージャー（CCR8）

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日現在 2023年12月31日現在

エクスポー

ジャー額

リスク加重

資産

エクスポー

ジャー額

リスク加重

資産

1 QCCPに対するエクスポージャーの合計  529  600

2 QCCPの取引に対するエクスポージャー（当初証拠金およ

びデフォルト・ファンドの拠出金を除く。）うち、
6,248 125 9,055 181

3 （ⅰ）OTCデリバティブ 1,407 28 5,039 101

4 （ⅱ）取引所で取引されるデリバティブ 34 1 45 1

5 （ⅲ）証券金融取引 4,807 96 3,970 79

6 （ⅳ）クロスプロダクト・ネッティングが適用された

ネッティング・セット
- - - -

7 分離された当初証拠金 1,269  1,143  

8 分離されていない当初証拠金 7,326 44 9,236 36

9 事前積立によるデフォルト・ファンドの拠出金 1,010 360 980 383

10 未積立のデフォルト・ファンドの拠出金 - - - -

11 非QCCPに対するエクスポージャーの合計  232  202

12 非QCCPの取引に対するエクスポージャー（当初証拠金お

よびデフォルト・ファンドの拠出金を除く。）うち、
- - - -

13 （ⅰ）OTCデリバティブ - - - -

14 （ⅱ）取引所で取引されるデリバティブ - - - -

15 （ⅲ）証券金融取引 - - - -

16 （ⅳ）クロスプロダクト・ネッティングが適用された

ネッティング・セット
- - - -

17 分離された当初証拠金 -  -  

18 分離されていない当初証拠金 - - - -

19 事前積立によるデフォルト・ファンドの拠出金 19 232 16 202

20 未積立のデフォルト・ファンドの拠出金 - - - -
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3.4.2.3.8　CVA

CRR/CRDⅣの健全性枠組みは、「CVAリスク」としてまとめられた資産のCVA（信用評価調整）または評価

調整の変動性を補う新しい資本コストを導入した。これは、店頭デリバティブの評価において取引相手先に

影響を与える信用事由をも考慮することを目的としている。このため、CVAは、取引相手先の債務不履行リス

クを除く評価と、取引相手先のデフォルト率を含む評価との差として定義されている。

この健全性枠組みに基づき、機関は規制に依拠した手法（「標準的アプローチ」）を使用するか、また

は、先進的アプローチ（「CVAバリュー・アット・リスク」）を使用してカウンターパーティー・リスクおよ

び個別の金利リスクの両方について内部モデルによって資本要件を計算することが認められている。

先進的アプローチに基づくCVA要件は、「金融機関」取引相手先が関与する店頭デリバティブ取引（グ

ループ内取引を除く。）に対する期待ポジティブ・エクスポージャーに基づいて計算される。この際、資本

要件の見積りに使用するツールは、個別の金利リスクに関する市場バリュー・アット・リスクに使用するの

と同じである。

 

信用評価調整（CVA）の資本要件（CCR2）

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日現在 2023年12月31日現在

エクスポー

ジャー額

リスク加重

資産

エクスポー

ジャー額

リスク加重

資産

1 先進的手法による取引合計 14,141 2,608 16,410 3,253

2 (ⅰ)バリュー・アット・リスクの要素（3倍（乗数）を

含む。）
 429  586

3 (ⅱ)ストレス・バリュー・アット･リスクの要素（3倍

（乗数）を含む。）
 2,179  2,666

4 標準的手法による取引 35,682 2,314 33,489 1,949

EU4 代替アプローチによる取引

（原エクスポージャー手法に基づくもの）
- - - -

5 CVAリスクに対する自己資本要件に基づく取引合計 49,823 4,922 49,899 5,201

 

3.4.2.4　信用リスクおよびカウンターパーティー・リスク軽減テクニック

信用リスク軽減（CRM）テクニックの概要：信用リスク軽減テクニック使用の開示（CR3）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）
無担保帳簿価額

保証されるエク

スポージャー

うち、担保に

よって保証

うち、金融保証

によって保証

うち、クレジッ

ト・デリバティ

ブによって保証

1 貸出金 963,983 305,093 129,992 175,102 1,999

2 債券 123,717 798 16 782  

3 合計 1,087,700 305,891 130,007 175,884 1,999

4 うち、不良エクスポー

ジャー
3,765 3,559 1,494 2,065 -

5 うち、債務不履行となっ

たもの
3,733 3,529    

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）
無担保帳簿価額

保証されるエク

スポージャー

うち、担保に

よって保証

うち、金融保証

によって保証

うち、クレジッ

ト・デリバティ

ブによって保証

1 貸出金 989,742 254,430 92,986 161,444 3,483

2 債券 106,753 340 12 328  

3 合計 1,096,495 254,770 92,998 161,772 3,483

4 うち、不良エクスポー

ジャー
4,270 3,727 1,985 1,743 -
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5 うち、債務不履行となっ

たもの
4,231 3,693    

 

信用リスク軽減テクニックの定性的情報（EU CRC）については、下記3.4.2.4.1「信用リスク軽減テク

ニック」および3.4.2.4.2「カウンターパーティー・リスクのリスク軽減テクニック」の項を参照。

 

3.4.2.4.1　信用リスク軽減テクニック

受領担保の担保管理システム

機関が考慮する担保の主要なカテゴリについては、「2．リスク管理－2.4．信用リスク－Ⅱ.4．信用リス

ク軽減メカニズム－4.1．受領した担保および保証」の項に記載されている。

信用を供与する際、担保は、当該資産価値、その流動性、変動率、および当該担保の価値と融資を受ける

取引相手先の質との相関関係を評価するために、分析される。担保の質にかかわらず、貸出決定における第

一の基準は、一部の売買目的融資を除き、常に債務者に、自己の業務活動によるキャッシュ・フローから債

務を返済する能力があるか否かである。

金融保証の場合、通常、貸付契約においてエクスポージャーの最低カバレッジ比率および再調整条項を定

める。金融保証は、証拠金請求の頻度および保証として譲渡された金融資産の潜在的価値の変動性に応じ

て、または少なくとも四半期に1回、再評価される。

最低カバレッジ比率（または2019年5月20日付欧州議会および欧州理事会規則（EU）第2019/876号（CRR）

ならびに2014年5月15日付欧州議会および欧州理事会指令第2014/59/EU号に基づく取扱いにおける保証価値に

適用される割引）は、再評価日現在の、当該有価証券の価値の擬似最大偏差を測定することで決定される。

この測定は、ある再評価から次の再評価までの期間、債務不履行日から資産の売却開始日までの期間、およ

び清算期間中について、99％の信頼区間において計算される。またこの割引は、当該有価証券と担保付エク

スポージャーとが異なる通貨建てである場合の、通貨ミスマッチ・リスクに対しても適用される。株式の持

ち高の規模から大量売却の可能性がある場合、または担保有価証券の債務者および発行者が同一のリスク・

グループに属する場合、追加の割引が適用される。

リテール・バンキング（LCL、クレディ・アグリコル・イタリア）においては、不動産資産の再評価は、

自動的に不動産市場指数の変動に基づく。これに対して不動産のプロジェクト・ファイナンスについては、

主として、各種アプローチ（資産価値、賃貸価値等）を組み合わせ、外部のベンチマークを取り入れた専門

家による評価に基づき、資産の再評価が行われる。

その他の資産クラスも、担保に供することができる。これは、航空機、船舶、不動産またはコモディ

ティ・ファイナンス等、一部の活動に関する場合である。これらの事業は、融資された資産の評価に関して

専門知識を有するミドルオフィスが行う。

 

プロテクション提供者

主として、当行が加入する輸出信用保険および無条件支払保証の2種類の大きな保証が使用される（グ

ループ内保証を除く。）。

主要な保証提供者（クレジット・デリバティブを除く。）は輸出信用業者であり、その大半はソブリン格

付を有する。最も重要な機関は、BPI（フランス）、K-Sure（韓国）、ECGD（英国）、ユーラーヘルメス（ド

イツ）およびサーチェ・エス・ピー・エー（イタリア）である。

 

第三者に対する一部のコミットメントをカバーするためにクレディ・アグリコルが使用するリスク軽減テク

ニック

クレディ・アグリコル・エス・エーは、第三者に対する取引（特にリファイナンス取引）の一部をカバー

するためにリスク軽減テクニックを使用することもある。後者の取引には、クレディ・アグリコル・エス・

エー（親会社）の信用の質が格下げされた場合、追加の担保に関する条項が含まれることがある。たとえ
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ば、2024年度末現在、信用の質が1階級格下げされた場合、当行グループはリファイナンス取引の取引相手方

に対して、合計2.6百万ユーロの追加の担保を差し入れなければならなかった。

 

輸出信用機関に対する外部格付

 

2024年12月31日現在
ムーディーズ S&P

フィッチ・

レーティングス

長期格付（見通し） 長期格付（見通し） 長期格付（見通し）

BPIフランス・フィナンスモン（EPIC・BPI

フランス）
Aa3（安定的） 格付なし AA-（ネガティブ）

ユーラーヘルメス・エス・エー Aa2（安定的） AA（安定的） AA（安定的）

サーチェ・エス・ピー・エー 格付なし 格付なし BBB（ポジティブ）

 

さらに、相互保証会社から受けた保証は、フランスにおける当行グループの「住宅用不動産」ポートフォ

リオのローンを大部分カバーする（下表参照。）。これらのローンは、クレディ・ロジュモン（ムーディー

ズによる格付はAa3（安定的））または当行グループの保険会社子会社CAMCAアシュランス・エス・エー

（フィッチによる格付はA+（安定的））から保証を受けている。保証会社は、クレディ・ロジュモンに適用

される金融会社を対象とした健全性規則またはCAMCAアシュランスに適用される保険会社を対象とした健全性

規則（ソルベンシー2）のいずれかの適用を受ける。

 

CAMCAおよびクレディ・ロジュモンの保証付モーゲージ・ローン

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日現在の残高 2023年12月31日現在の残高

保証残高

フランス国内の「住

宅用不動産ローン」

ポートフォリオにお

ける保証付ローンの

割合

保証残高

フランス国内の「住

宅用不動産ローン」

ポートフォリオにお

ける保証付ローンの

割合

保証機関（クレディ・ロジュモ

ン、CAMCA）による保証
84,621 85.32％ 83,786 84.49％

 

保証を提供する際、保証会社は、銀行が既に行っている審査に加えて、独自の審査方針を適用する。クレ

ディ・ロジュモンに関しては、提供された保証は、免責条項がなく、元本、利息、保険料および諸費用等、

債務不履行者が法的に支払うべきすべての金額の支払をカバーする。CAMCAアシュランスに関しては、保証メ

カニズムはクレディ・ロジュモンとほぼ変わらないが、保証に関するCAMCAアシュランスの支払は、債務者に

対する銀行の求償権の消滅と同時に発生する。究極的には、これらの保証の提供によって対象となるモー

ゲージ・ローンの質が著しく向上し、当該ローンに関するリスクは完全に移転される。

 

3.4.2.4.2　カウンターパーティー・リスクのリスク軽減テクニック

クレジット・デリバティブのヘッジ目的使用

これらのテクニックについては、2.4.Ⅱ.4.3．「クレジット・デリバティブの使用」の項に記載されてい

る。

CRMテクニックの定性的情報は、「2．リスク管理」の項において検討されている。

■　オンバランスシート・ネッティングおよびオフバランスシート・ネッティングに関する詳細は、2.4.

Ⅱ.4.2．「相殺契約の使用」の項を参照。

■　適格担保の評価および管理の詳細は、2.4.Ⅱ.4．「信用リスク軽減メカニズム」の項を参照。

■　信用リスク軽減取引を通じたリスクの集中の軽減については、それぞれ、2.4.Ⅱ.3．「コミットメント

の監督システム」および2.4.Ⅱ.4.3．「クレジット・デリバティブの使用」の項を参照。
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クレジット・デリバティブに対するエクスポージャー（CCR6）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

購入した

プロテクション

売却した

プロテクション

想定元本   

0010 単一発行者のクレジット・デフォルト・スワップ 22,429 19,769

0020 クレジット・デフォルト・スワップ指数 7,343 5,657

0030 トータル・リターン・スワップ - 2,057

0040 クレジット・オプション - -

0050 その他のクレジット・デリバティブ - -

0060 想定元本合計 29,772 27,483

公正価値   

0070 プラスの公正価値（資産） 439 1,011

0080 マイナスの公正価値（負債） (724) (246)

 

3.4.2.5　銀行ポートフォリオにおけるエクイティ・エクスポージャー

クレディ・アグリコル・エス・エーのエクイティ・エクスポージャー（トレーディング勘定を除く。）

は、「発行者の資産もしくは収益に対して残余劣後請求権を有する、または同様の経済的内容を有する」有

価証券で構成される。これらには主として、以下のものが含まれる。

■　上場および非上場株式ならびに投資ファンドに対する持分

■　転換債券、償還権付債券または交換債券に対する潜在的オプション

■　ストック・オプション

■　超劣後債

会計方針および使用する評価手法については、連結財務書類に対する注記1.2「会計方針および会計原

則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－

A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

簡易リスク加重アプローチの対象となるエクイティ・エクスポージャー（CR10.5）

 

2024年12月31日現在

カテゴリ

（百万ユーロ）

オンバラン

スシート上

の金額

オフバラン

スシート上

の金額

リスク加

重

エクス

ポー

ジャー額

リスク

加重資産

予想損失

額

プライベート・エクイティ・エクスポージャー 1,486 175 190％ 1,661 3,155 13

上場株式に対するエクスポージャー 111 - 290％ 111 322 1

その他のエクイティ・エクスポージャー 11,179 - 370％ 11,138 41,210 267

合計 12,776 175  12,909 44,687 281

 

簡易リスク加重アプローチの対象となるエクイティ・エクスポージャー（CR10.5）

 

2023年12月31日現在

カテゴリ

（百万ユーロ）

オンバラン

スシート上

の金額

オフバラン

スシート上

の金額

リスク加

重

エクス

ポー

ジャー額

リスク

加重資産

予想損失

額

プライベート・エクイティ・エクスポージャー 1,325 143 190％ 1,468 2,789 12

上場株式に対するエクスポージャー 99 - 290％ 99 288 1

その他のエクイティ・エクスポージャー 11,770 - 370％ 11,705 43,309 281

合計 13,194 143  13,272 46,386 293
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内部格付アプローチに基づくエクイティ・エクスポージャーは、主として、クレディ・アグリコル・エ

ス・エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびクレディ・アグリコル・キャピタル・アンヴェスティスモン・

エ・フィナンスのポートフォリオからなる。

2024年12月31日現在の内部格付アプローチに基づくエクイティ・エクスポージャー（オンバランスシート

およびオフバランスシート）は、2023年12月31日現在の13.3十億ユーロに対して、13十億ユーロとなった。

さらに、標準的アプローチを使用するエクイティ・エクスポージャーは、2024年12月31日現在、5.1十億

ユーロのリスク加重資産の金額に対して3.9十億ユーロとなった。

期間中に実現した資本性商品に係る損益については、連結財務書類に対する注記4「その他の包括利益に対

する注記」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業

年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

3.4.3　証券化

証券化エクスポージャー（EU SECA）の定性的情報については、以下3.4.3.1「証券化取引の定義」、

3.4.3.2「目的および戦略」および3.4.3.3「2024年度の業務の概要」の項を参照。

 

3.4.3.1　証券化取引の定義

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、バーゼル3の枠組みの意義の範囲内で、証券化取引にお

いてオリジネーター、スポンサーおよび投資家として行為している。

次に挙げる証券化取引は、改正された2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号（CRRⅡ）および改正され

た指令（EU）第2013/36号（CRDⅤ）に定義された取引である。指令および規則は、最終化されたバーゼル3国

際改革を欧州法に組み込むもので、具体的には銀行ソルベンシーおよび流動性リスクの監視についての新し

い要件が規定された。これらの条文は、2017年12月12日付欧州議会および欧州理事会規則（EU）第2017/2401

号および第2017/2402号によって補完される。2017年12月12日付規則（EU）第2017/2402号は、証券化の一般

的枠組みおよびシンプルで透明性があり標準化された証券化のために独自の枠組みを策定するもので、規則

第2017/2401号は、ソルベンシー比率に関して証券化に適用される計算式を改定するものである。

これは、エクスポージャーまたは一連のエクスポージャーに関する信用リスクがトランシェに再分割され

る、以下の2つの特徴を有する取引に適用される。

■　かかる取引またはスキームにおいて行われる支払が、裏付けのエクスポージャーまたはエクスポー

ジャー・バスケットのパフォーマンスに依存している。

■　トランシェの劣後によって、当該取引またはスキームの存続期間中の損失の配分が決定される。

証券化取引には、以下のものが含まれる。

■　従来型の証券化：証券化エクスポージャーの所有権のオリジネーターから証券化機関への移転、または

証券化機関の債権売買により、かかるエクスポージャーに対する経済的持分の移転を伴う証券化。発行

された証券は、当該オリジネーターの支払債務を構成するものではない。

■　合成型の証券化：クレジット・デリバティブの使用または保証を通じて、生じたリスクを移転すること

により、かつ、証券化エクスポージャーは引き続き当該オリジネーターのエクスポージャーとなる証券

化。

下記に詳述される証券化エクスポージャーは、下記の類型に従って、規制ポートフォリオに関してリスク

加重資産（RWA）および資本要件を生じさせるクレディ・アグリコル・CIBのすべての証券化エクスポー

ジャー（認識されたオンバランスシートまたはオフバランスシート）を示している。

■　当行グループがオリジネーターとみなされる証券化エクスポージャー

■　当行グループが投資家であるエクスポージャー

■　当行グループがスポンサーであるエクスポージャー

■　証券化ビークルに配分された証券化スワップ・エクスポージャー（通貨または金利ヘッジ）
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注目すべきは、欧州の顧客の代理として行う証券化取引の大部分には、クレディ・アグリコル・CIBの全額

出資金融子会社であるエステール・フィナンス・テクノロジが関与していることである。同社は債権購入の

資金提供を行っているため、クレディ・アグリコル・CIBはこれらの証券化取引のスポンサーであり、エス

テール・フィナンス・テクノロジを介したオリジネーターでもある。

担保付資金調達業務において行った自己勘定証券化取引のうち、認識を中止されないものが連結財務書類

に与える影響については、連結財務書類に対する注記6.6「認識中止されていない譲渡資産または認識中止さ

れたものの継続的関与がある資産」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年

12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に詳述されている。

 

3.4.3.2　目的および戦略

3.4.3.2.1　自己勘定証券化取引

クレディ・アグリコル・エス・エーの自己勘定証券化取引は、次のとおりである。

 

担保付資金調達業務

これらの取引は証券の発行を目的としており、場合により、その全部または一部を、投資家に販売し、買

戻し条件付で売却し、または発行者の貸借対照表に記載されたまま借換管理に使用される流動性の高い有価

証券の準備金とすることができる。この業務には、当行グループの複数の事業、主としてクレディ・アグリ

コル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティおよびその子会社ならびにCAリーシング・アンド・

ファクタリングおよびクレディ・アグリコル・イタリアが関わっている。この場合、下位および／またはメ

ザニンのポジションは保持される。

 

2024年度にCACFグループが行った取引

2024年度、クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ・グループは以下の7

つの公募債を完了させた。

■　CAコンシューマー・ファイナンス・エス・エー：12月に775.5百万ユーロのシニア・トランシェのギン

コー・セールス・ファイナンス・ローン2024-1（現在まで保有）、12月に1,067.5百万ユーロのギン

コー・デット・コンソ2024-1（現在まで保有）

■　アゴス・デュカート・エス・ピー・エー：3月に983.6百万ユーロのシニア・トランシェのサンライズ

SPV95 2024-1（うち、299.2百万ユーロが販売された。）、9月に859.3百万ユーロのシニア・トランシェ

のサンライズSPV72 2024-2（うち、399百万ユーロが販売された。）

■　CAオート・バンク：7月に425.8百万ユーロのシニア・トランシェのABEST 24（保有済）、11月に428.0百

万ユーロのシニア・トランシェのABEST 23（SRT）（うち、406.6百万ユーロが販売され、90.1百万ユー

ロのメザニン・トランシェおよびジュニア・トランシェも販売された。）最終的に、12月に353.7百万

ユーロのシニア・トランシェのABEST 25（SRT）（うち、336.0百万ユーロが販売され、66.9百万ユーロ

のメザニン・トランシェおよびジュニア・トランシェも販売された。）

2024年度に完了した公募債は、すべてSTSステータスであった。CAPFMグループは、フィッチ・レーティン

グス、ムーディーズおよびDBRSモーニングスターの各格付機関を利用した。

CAPFMグループが従前行った取引の多くは、2024年度も引き続き行われた。

■　CAコンシューマー・ファイナンス・エス・エー：STSで、フィッチ・レーティングスおよびDBRSモーニン

グスターにより格付けされ、流動性の高い有価証券を積み立てるため自ら引き受けたギンコーMRL

2021、2024年12月31日現在、188.2百万ユーロ相当のシニア・ユニットが2023年度に市場にて販売された

ギンコー・オート・ローン2022、2024年12月31日現在、236.3百万ユーロ相当のシニア・ユニットが2023

年に市場にて販売されたギンコー・セールス・ファイナンス2022ならびにシニア・ユニットが2023年に

市場にて390.4百万ユーロ販売され、20.6百万ユーロが保有されたギンコー・パーソナル・ローン2023。
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■　アゴス・デュカート・エス・ピー・エー：サンライズ2017プライベート（2024年12月31日現在、シニ

ア・ユニットが750.0百万ユーロで一部販売された。）およびサンライズ2019プライベート（2024年12月

31日現在、シニア・ユニットが600.0百万ユーロで販売された。）、サンライズ2019-2（2024年12月31日

現在、シニア・ユニットがすべて償還された。）およびサンライズ2021-2（STSで、2024年12月31日現

在、シニア・ユニットが78.4百万ユーロですべて販売された。）、自ら引き受けたサンライズ2020-1、

サンライズ2021-1、サンライズ2022-1、サンライズ2022-2およびサンライズ2023-1ならびにサンライズ

2023-2（シニア・トランシェが270.9百万ユーロでほぼすべて販売された。）。これらの取引はすべて、

私的取引を除き、フィッチ・レーティングスおよびDBRSモーニングスターにより格付けされている。

■　CAオート・バンク：ABEST19（シニア・ユニットが2024年12月31日現在、69.5百万ユーロの残額に対して

一部販売されている。）、ABEST21（シニア・ユニットが2024年12月31日現在、149.2百万ユーロの残額

に対して販売されている。）、ABEST22（シニア・ユニットが2024年12月31日現在、447.2百万ユーロの

残額に対して販売されている。）（これら3つはすべて公募かつSTS）、ABEST20（公募かつ非STSで、ユ

ニットを自ら引き受け、2024年12月31日現在、シニア・ユニットの残高が3.5百万ユーロであった。）

これらの取引は、フィッチ・レーティングスおよびムーディーズによりA-Best 19およびA-Best 21、

フィッチ・レーティングスおよびDBRSモーニングスターによりA-Best 20、フィッチ・レーティングスお

よびS&PによりA-Best 22に格付けされている。CAオート・バンクはまた、2024年12月31日現在、シニ

ア・トランシェがそれぞれ1,266.3百万ユーロおよび595.3百万ユーロで販売された、非公開で、格付け

のない非STSのNixes 6およびRASTプログラムも利用している。

■　CAPFMネーデルランドB.V.：STSで、フィッチ・レーティングスおよびDBRSモーニングスターにより格付

けされ、すべてのトランシェの95％が販売されており、2024年12月31日現在、合計55.3百万ユーロであ

るMagoï B.V.。

■　バンコ・クレディボム・エス・エー：STSで、フィッチ・レーティングスおよびスタンダード＆プアーズ

により格付けされ、シニア・トランシェが保有され、2024年12月31日現在、399.7百万ユーロに相当する

テティス・フィナンスNo.2。

■　クレディトプラス・バンクAG：STSで、スタンダード＆プアーズおよびDBRSにより格付けされ、当初シニ

ア・トランシェが保有されるRETAIL AUTOMOTIVE CP GERMANY 2021 UG。2023年度には479.0百万ユーロが

市場にて販売された。2024年12月31日現在、販売された有価証券は444.9百万ユーロ（償却）であった。

2024年12月31日現在、CAPPFMグループで行われた証券化の残高は合計7.8十億ユーロであり、リスク加重資

産における利益は2.2十億ユーロであった。

 

2024年度にCAL&Fグループが行った取引

Europejski Fundusz Leasingowy（EFL）は2024年度に民間証券化を行い、2.5十億ポーランド・ズウォティ

（570百万ユーロ）を調達した。原ポートフォリオは、ポーランドの設備リース金融契約（自動車、トラッ

ク、設備、機械）により構成されている。

CAL&Fが2023年度に開始した公的取引は現在も継続中で、市場で350百万ユーロを調達している。

両取引ともSTSステータスである。

 

2024年度にクレディ・アグリコル・イタリアが行った取引

クレディ・アグリコル・イタリアは、2024年度に新規取引を完了しなかった。2021年度に、クレディ・ア

グリコル・イタリア・エス・ピー・エー、クレディ・アグリコル・フリューラドリア・エス・ピー・エーお

よびクレディト・ヴァルテッリネーゼ・エス・ピー・エーは、「オルトレス21」ビークルへの売却を通じ

て、1.8十億ユーロの債務不履行貸出金の証券化を完了した。クレディ・アグリコル・イタリアは、DBRSモー

ニングスター、スコープ・レーティングスおよびアーク・レーティングスが格付けするイタリア政府のGACS

（Garanzia Cartolarizzazione Sofferenze）保証スキームの対象となるシニア債を引き受けている。ジュニ
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ア債とメザニン債を市場で募集したことから、健全性維持のため、売却したポートフォリオの非連結が可能

となった。2024年度には、貸付金勘定の好調を受けて、ビークルはシニア債の56％を償還した。

クレディ・アグリコル・イタリアは、エルロンドおよびアラゴルンの証券化（クレヴァルによってそれぞ

れ2017年度と2018年度に完了した。）のシニア債も保有しており、どちらもGACS保証の恩恵を受けている。

 

ファイナンシング・ポートフォリオのアクティブ運用

この業務では、クレジット・デリバティブを使用するほか（「2．リスク管理－2.4．信用リスク－Ⅱ.4．

信用リスク軽減メカニズム－4.3．クレジット・デリバティブの使用」を参照。）、ファイナンシング・ポー

トフォリオの信用リスクを管理するために合成型の証券化を使用し、資本配分を最適化し、貸付残高の集中

を低減し、銀行ポートフォリオの更新に寄与するために資金を戻し入れ（クレディ・アグリコル・CIBの「販

売組成」モデルによる）、また自己資本利益率を最大化する。

 

2024年度にクレディ・アグリコル・CIBが行った新規合成型の証券化

この業務は、クレディ・アグリコル・CIBの財務部門内の業務執行管理部門ならびに分配および資産ロー

テーション部門の両方に直属する民間債務ソリューションチームが管理している。自己勘定の証券化エクス

ポージャーに対するリスク加重金額を計算する際は、規制計算方法が使用される。かかる取引において、当

行は、すべてのトランシェについて組織的にはプロテクションを購入していない。これは、全体のリスクの

一部は保持しつつ、リスクの高いいくつかのファイナンシング・ポートフォリオ・トランシェをカバーする

ことが、管理の目的だからである。

ファイナンシング・ポートフォリオの管理の一環として、クレディ・アグリコル・CIBは、当年度を通じ

て新たに5つの合成型の証券化取引を開始した。これらの取引のうち3つは、STS（シンプル、透明、標準）ス

テータスの恩恵を受けており、保証されるリスクの金額と同額の現金によって担保されている。

■　CEDAR 2024-1（個人投資家向け）。7年間の取引で、クレディ・アグリコル・CIBの大企業向け貸付勘定

の合計3.5十億ユーロをカバーしている。

■　JUNIPER 2024-1-Dおよび2024-2-C（個人投資家向け）。これらの2つの取引はそれぞれ6年の期間で、ク

レディ・アグリコル・CIBの大企業向け貸出金1十億ユーロのポートフォリオが含まれる。

さらに、既存の2つの取引であるDREAMSとPERSが延長された（前者はポートフォリオ規模が拡大）。これ

ら2つの合成型の証券化取引は、規制上の意味でのSRT（重大なリスク移転）には分類されない。その唯一の

目的は、経済的リスクを解放することである。これらの取引はすべて非公開で、格付けされていない。クレ

ディ・アグリコル・CIBはファースト・ロスおよびメザニン・ポジションを売却した。

2024年度末現在、クレディ・アグリコル・CIBの合成型の証券化取引の残高は、ヘッジ・ポートフォリオ

が15十億ユーロであり、リスク加重資産における利益が約5十億ユーロである。

 

3.4.3.2.2　アレンジャー、スポンサー、仲介人またはオリジネーターとして顧客の代理として行った証券化

業務

クレディ・アグリコル・エス・エーのうちクレディ・アグリコル・CIBのみが、顧客の代理として証券化

取引を行っている。

グローバル・マーケッツ業務において顧客の代理として行う証券化取引によって、クレディ・アグリコ

ル・CIBは資金を調達し、または顧客に代わってリスク・エクスポージャーを管理することができる。これら

の業務を行う際、クレディ・アグリコル・CIBは、オリジネーター、スポンサー、アレンジャー、または投資

家として行為することができる。

■　スポンサー兼アレンジャーとして、クレディ・アグリコル・CIBは、主としてABCP（資産担保コマーシャ

ル・ペーパー）プログラム、欧州のLMA、米国のアトランティックおよびラ・ファイエットならびにブラ

ジルのITUを通じて同行の顧客資産の借換えを行う証券化プログラムを組成し、管理している。これらの
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特別事業体は、クレディ・アグリコル・CIBの破産リスクから保護されているが、会計上は当行グルー

プ・レベルで連結されている。

■　投資家として、当行グループは、いくつかの証券化エクスポージャーに直接投資を行っており、流動性

プロバイダーまたはデリバティブ・エクスポージャーのカウンターパーティーである（外国為替または

金利スワップ等）。

■　クレディ・アグリコル・CIBは、アレンジャー、スポンサーまたはオリジネーターとして、顧客に代わっ

て証券化取引を行う。2024年12月31日現在、当行グループが第三者の代理として設立した連結マルチセ

ラー・ビークルは、4件が稼働中であった（LMA、アトランティック、ラ・ファイエットおよびITU）。

LMA、アトランティック、ラ・ファイエットおよびITUは、100％信用補完型のABCPプログラムである。こ

のABCPプログラム業務は、売掛債権または金融貸出金等、一般的な資産によって短期資金調達を支援す

ることで、当行グループの顧客の運転資本を調達する。これらのビークルが保有し、市場性有価証券の

発行によって資金を調達した資産は、2024年12月31日現在、31.7十億ユーロであった（2023年12月31日

現在は28.5十億ユーロ）。

これらのビークルが保有する資産の債務不履行リスクは、裏付けとなる債権の売主が信用補完によって、

または保険会社がABCP取引の一部の川上リスクについて、それぞれ負担する。クレディ・アグリコル・CIB

は、流動性ファシリティを付与することで、リスクを負担する。

欧州におけるABCP取引の大半はSTS品質であることに注意が必要である。

 

スポンサーとして行った活動

プログラム業務は2024年度を通じて維持され、新たに証券化された残高は、主として売掛債権および金融

貸出金に関するものである。

クレディ・アグリコル・CIBはこのプログラム業務について、当行グループの連結事業体であるエステー

ル・フィナンス・テクノロジが設立に関与する範囲に限り、オリジネーターとして行為する。

スポンサーとしてLMA、アトランティック、ラ・ファイエットおよびITUに付与された流動性ファシリティ

の約定済金額は、2024年12月31日現在、43十億ユーロであった（2023年12月31日現在は40十億ユーロ）。

 

投資家として行った活動

当行グループは、スポンサー業務の一環として、証券化ビークルに保証および流動性ファシリティを付与

し、または臨時証券化取引においてデリバティブのカウンターパーティーとして行為することがある。これ

らは主として、ABCPプログラムに提供される為替スワップおよび資産担保証券の一部に関する金利スワップ

である。これらの業務は、投資家活動として銀行ポートフォリオに計上される。

さらに、クレディ・アグリコル・CIBは、顧客の代理として、自らの貸借対照表上で直接、証券化取引の資

金調達を行うこと（主として航空機取引および車両ファイナンス）、または同行外の特別目的ビークル（同

行がスポンサーではないSPVまたはABCPプログラム）による発行に流動性ファシリティを付与して支援するこ

とを求められる場合がある。この場合、クレディ・アグリコル・CIBは投資家とみなされる。2024年12月31日

現在、この業務のコミットメントは4十億ユーロであった（2023年12月31日現在は2.7十億ユーロ）。

 

仲介業務

クレディ・アグリコル・CIBは、ストラクチャリング、および顧客資産プールの裏付けがある有価証券の

投資家に対する募集を行う。

この事業において、クレディ・アグリコル・CIBは、証券化ビークルに対するバックアップ・ラインの潜

在的寄与または発行済有価証券の共有等、比較的低いリスクしか有しない。

 

3.4.3.2.3　リスクの監視および認識
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リスクの監視

証券化取引に関するリスクの管理は、当行グループが定めたルールに則っており、これに従ってこれらの

資産は銀行ポートフォリオ（信用およびカウンターパーティー・リスク）またはトレーディング勘定（市場

およびカウンターパーティー・リスク）に計上される。

証券化取引の進捗、規模および目標は、これらの業務およびその関連する国々に固有のポートフォリオ戦

略委員会によって、ならびにグループ・リスク管理委員会の会議において、定期的に見直される。

証券化取引のリスクは、資金調達構造に移転された資産に、かかる取引の費用（主に財務費用）を吸収す

るのに十分なキャッシュ・フローがあるか否かを基準に測定される。

クレディ・アグリコル・CIBの証券化エクスポージャーは、以下のとおりIRB証券化枠組みに従って取り扱

われる。

■　内部格付に基づくアプローチ（IRBA）：このアプローチは、主に原負債のポートフォリオに関する健全

性加重および該当するトランシェのアタッチメント・ポイントに基づく。STS証券化について、クレ

ディ・アグリコル・CIBは2013年6月26日付規則（EU）第575/2013号（CRR）第260条を適用し、シニア証

券化エクスポージャーについて最低10％のリスク加重を規定している。

■　欧州監督委員会の承認を受けた機関により（直接または誘導されて）公開外部格付を受けたエクスポー

ジャーのための外部格付に基づくアプローチ（ERBA）。利用する外部機関は、S&P、ムーディーズ、

フィッチ・レーティングスおよびDBRSモーニングスターである。

■　標準的アプローチ（SA）：このアプローチは主として、原負債のポートフォリオに関する健全性加重に

基づく（ただし、標準的計算方法に基づく。）ものであり、トランシェのアタッチメント・ポイントお

よび過去のパフォーマンスを考慮する。STS証券化について、クレディ・アグリコル・CIBは2013年6月26

日付規則（EU）第575/2013号（CRR）第262条を適用し、シニア証券化エクスポージャーについて最低

10％のリスク加重を規定している。

■　内部評価アプローチ（IAA）：当該エクスポージャーについて格付機関による格付がない場合に、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの標準方法委員会が主要な資産クラス（特に売掛債権および自動車ロー

ン）について承認した内部格付方法。

これらの手法は、CRRの第254.2-(a)条および第254.2-(b)条に記載されているSTSおよび非STSの間で適用

される規則の相違にかかわらず、当該取引がSTSであるか非STSであるかに関係なく適用される。

規制に基づき、クレディ・アグリコル・CIBが使用する内部評価アプローチは、外部格付機関による公開

された格付方法に倣っている。これらには次の2つの要素がある。

■　特にヒストリカル法による実績および取引から発生する可能性のある「コミングリング」・リスクを考

慮して、特に取引の補完を評価する、定量的要素

■　定量的アプローチを補完し、とりわけ構造および報告の質の評価を可能にする、定性的要素

内部格付方法は、売掛債権、自動車ローンおよびディーラー・ファイナンスの証券化に適用される。

ストレス・テストのパラメータは、証券化および証券化された原資産の格付に左右される。たとえば、AA

（S&Pの基準）に相当する格付の場合、債務不履行リスクのストレス・テスト・パラメータは、売掛債権取引

については2.25程度、自動車ローンの証券化については通常3、またディーラー・ファイナンスの証券化につ

いては、信用ストレス・シナリオは、特に自動車メーカーの格付の3ノッチ引下げを含む、複数の項目からな

る。

内部格付は、規制目的の計算においてだけでなく、オリジネーション・プロセスにおいても取引の収益性

を評価するために使用されることに留意すべきである。

内部モデルの管理に関しては、クレディ・アグリコル・エス・エー内の独立したユニットが、内部格付方

法の認証に責任を負う。さらに、内部方法が妥当であることを確認するため、管理・監査部門が定期的に監

査を行う。また、モデリング・チームによって定期的にバックテストおよびストレス・テストも行われてい

る。
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これらの格付は、かかる証券化取引によって発生したあらゆるタイプのリスクに適用される。債権に固有

のリスク（債務者の債務超過、返済遅延、希薄化、債権の相殺）または取引の組成におけるリスク（法的リ

スク、債権回収循環に関するリスク、売却した債権の管理者が定期的に提供する情報の質に関するリスク、

売主に関するその他のリスク等）である。

これらは厳格に検討された格付であり、かかる取引に関する審査を行うツールでしかない。かかる審査

は、信用委員会が様々なレベルで行う。

与信審査は取引に関するもので、同委員会によって少なくとも年1回は見直される。委員会の審査には、

取得したポートフォリオの変化（延滞率、損失率、部門または地域の集中度、債権の希薄化率または独立し

た専門家による資産の定期評価等）に応じて異なる制限が取り入れられている。これらの制限に違反する

と、条件がより厳しくなるか、またはその取引について期限前償還がされる場合がある。

またこれらの与信審査には、当行のその他の信用委員会と連携した、債権の売主から発生したリスクに重

点を置いた評価、およびこれらの債権の管理に故障があった場合、管理者を別の者と交代させる可能性も含

まれている。

すべての与信審査同様、これらの審査にはコンプライアンスの問題および「カントリー・リスク」が伴

う。

2024年12月31日現在、エステール・フィナンス・テクノロジのみが、減損した貸出金（バケット3）73.2

百万ユーロと、減損（バケット3）3百万ユーロを認識した。減損（バケット3）を除くと、この事業体の証券

化資産は合計17.8十億ユーロであった。

証券化業務に関する流動性リスクは担当事業部門が監視するが、市場リスク部門および指導部門ならびに

クレディ・アグリコル・CIBの指導部門も中央管理を行っている。これらの業務の影響は、内部流動性モデル

の指標、主としてストレス・シナリオ、流動性比率および流動性ギャップに反映される。クレディ・アグリ

コル・CIBにおける流動性リスクの管理についての詳細は、本章の「2．リスク管理－流動性およびファイナ

ンス・リスク」の項に記載されている。

証券化取引に関する外国為替リスクの管理は、当行グループのその他の資産の場合と変わらない。金利リ

スクの管理に関しては、証券化資産は、その他の資産に適用されるものと同様の金利マッチング・ルールに

従い、特定目的ビークルを通じて借り換えられる。

ランオフ・モードで管理される資産についてポジションを処分する際は、最初にクレディ・アグリコル・

CIBの市場リスク部門の承認を受ける。

 

会計方針

証券化商品に対して行った投資（現金または合成型の別を問わない。）は、その区分および関連する評価

方法に従って認識される（金融資産の区分および評価方法については、連結財務書類に対する注記1.2「会計

方針および会計原則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終

了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）参照。）。

証券化エクスポージャーは、以下の会計カテゴリに分類できる。

■　「償却原価で測定する金融資産」：これらの証券化エクスポージャーは、実効金利に基づく償却原価で

当初認識された後に測定されるため、必要に応じて減損する場合がある。

■　「持分法により利益または損失に振替可能な公正価値で測定する金融資産」：これらの証券化エクス

ポージャーは、報告期間終了日現在の公正価値で再測定され、公正価値の変動はその他の包括利益に認

識され、利益または損失に組替可能である。

■　「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」：これらの証券化エクスポージャーは、報告期間終了

日現在の公正価値で再測定され、公正価値の変動は「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係

る純利益（損失）」において純損益を通じて認識される。

これらの証券化エクスポージャーの売却による利益（損失）は、売却したエクスポージャーの本来のカテ

ゴリに従って認識される。
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証券化取引の一環としてIFRS第9号（この基準の詳細は連結財務書類に対する注記1.2「会計方針および会

計原則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年

度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。）に従って、認識中止テス

トが行われる。

合成型の証券化においては、資産が当該機関の管理下にある限り、認識は中止されない。当該資産は、そ

の区分および当初の評価方法に従って、引き続き認識される（金融資産の区分および評価方法については、

連結財務書類に対する注記1.2「会計方針および会計原則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年

12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注

記」）参照。）。

 

3.4.3.3　2024年度の業務の概要

2024年度、クレディ・アグリコル・CIBの証券化業務は、以下の特徴を有していた。

■　米国および欧州における公開資産担保証券市場の発展の支援。クレディ・アグリコル・CIBは、特に自動

車産業および消費者金融において、大手「金融機関」顧客に代わり、多数の主要な資産担保証券を組成

し、発行の募集をまとめた（アレンジャーおよびブックランナー）。

■　ABCPプログラム市場において、クレディ・アグリコル・CIBは、欧州および米国の両方の市場において業

界大手の地位を維持した。これは、主として企業顧客のための売掛債権または金融貸出金の証券化取引

を刷新し、新たな証券化業務を実施する一方、当行が負担するリスクの特性を適正に保ったためであ

る。クレディ・アグリコル・CIBの戦略は、顧客に対する融資に重点を置くもので、投資家の高い評価を

受け、融資条件の競争力の維持につながった。

■　ファイナンス業務に割り当てられた資本の管理および銀行のリスク・エンベロープの管理の一環とし

て、自己勘定合成型の証券化に関する緩やかな活動。

クレディ・アグリコル・CIBの外部：クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・グループ

は、7つの公募債（CACFエス・エーの2つ、アゴス・デュカート・エス・ピー・エーの2つおよびCAオート・バ

ンクの3つを含む。）を実施した。EFLはポーランドで合成型のリース証券化を実施した。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループには、期限前償還証券化取引はなかった。さら

に、2024年度、クレディ・アグリコル・グループは、証券化取引に対して黙示的支援を行わなかった。

2024年度、当行グループの事業で、クレディ・アグリコル・エス・エーが開始した証券化取引、またはク

レディ・アグリコル・エス・エーが出資した証券化会社により発行された証券化エクスポージャーに投資し

ているものはない。当行グループは、再証券化を行っていない。

 

次へ
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3.4.3.4　エクスポージャー

3.4.3.4.1　銀行ポートフォリオにおける証券化取引リスクの債務不履行時エクスポージャー－リスク加重資

産が発生するもの

 

銀行ポートフォリオにおける証券化エクスポージャー－IRBおよび標準的手法（SEC1）

 

2024年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

オリジネーターとして行為する機関
スポンサーとして行為す

る機関

投資家として行為する機

関

従来型 合成型

小計

従来型

合

成

型

小計

従来型

合

成

型

小計

          
STS 非STS

 
うち、

SRT
STS 非STS STS 非STS

 

う

ち

、

SRT

 

う

ち

、

SRT

1 エク

ス

ポー

ジャ

ー合

計

21,78

6
-

1,21

4
-

12,35

6

12,35

6

35,35

5

3,32

1

19,19

7
-

22,51

8

2,29

6

1,90

6
-

4,20

2

2 リ

テー

ル

（合

計）

27 - 132 - - - 158 969 9,875 -
10,84

4

2,29

6
939 -

3,23

5

3 住宅

不動

産

ロー

ン

- - - - - - - - 3 - 3 85 16 - 101

4 クレ

ジッ

ト

カー

ド

- - - - - - - - 247 - 247 - - - -

5 その

他の

リ

テー

ル・

エク

ス

ポー

ジャ

ー

27 - 132 - - - 158 969 9,625 -
10,59

4

2,21

1
923 -

3,13

4

6 再証

券化
- - - - - - - - - - - - - - -

7 ホー

ル

セー

ル

（合

計）

21,75

9
-

1,08

2
-

12,35

6

12,35

6

35,19

7

2,35

2
9,322 -

11,67

4
- 967 - 967
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8 企業

に対

する

貸付

金

- - - -
10,50

8

10,50

8

10,50

8
- 539 - 539 - - - -

9 商業

用不

動産

ロー

ン

- - - - - - - - - - - - 10 - 10

1

0

リー

スお

よび

債権

21,75

9
- 934 - - -

22,69

3

2,35

2
5,037 - 7,389 - 112 - 112

1

1

その

他の

ホー

ル

セー

ル

- - 148 - 1,847 1,847 1,995 - 3,747 - 3,747 - 844 - 844

1

2

再証

券化
- - - - - - - - - - - - - - -

 

2023年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

オリジネーターとして行為する機関
スポンサーとして行為する

機関

投資家として行為する機

関

従来型 合成型

小計

従来型

合

成

型

小計

従来型

合

成

型

小計

          
STS 非STS

 
うち、

SRT
STS 非STS STS 非STS

 

う

ち

、

SRT

 

う

ち

、

SRT

1 エク

ス

ポー

ジャ

ー合

計

24,13

5
-

78

7
-

14,13

4

14,13

4

39,05

6

3,75

1

15,61

4
-

19,36

5

1,14

0

1,82

5
-

2,96

6

2 リ

テー

ル

（合

計）

- -
20

4
- - - 204

1,29

4
7,280 - 8,574

1,14

0
731 -

1,87

1

3 住宅

不動

産

ロー

ン

- - - - - - - - 1 - 1 106 31 - 136

4 クレ

ジッ

ト

カー

ド

- - - - - - - - 232 - 232 - - - -
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5 その

他の

リ

テー

ル・

エク

ス

ポー

ジャ

ー

- -
20

4
- - - 204

1,29

4
7,047 - 8,341

1,03

5
701 -

1,73

5

6 再証

券化
- - - - - - - - - - - - - - -

7 ホー

ル

セー

ル

（合

計）

24,13

5
-

58

3
-

14,13

4

14,13

4

38,85

2

2,45

6
8,334 -

10,79

1
-

1,09

4
-

1,09

4

8 企業

に対

する

貸付

金

- - - -
11,69

9

11,69

9

11,69

9
- 519 - 519 - - - -

9 商業

用不

動産

ロー

ン

- - - - - - - - - - - - 11 - 11

1

0

リー

スお

よび

債権

24,13

5
-

45

8
- - -

24,59

4

2,45

6
4,355 - 6,811 - 357 - 357

1

1

その

他の

ホー

ル

セー

ル

- -
12

5
- 2,435 2,435 2,559 - 3,461 - 3,461 - 727 - 727

1

2

再証

券化
- - - - - - - - - - - - - - -

 

証券化取引の債務不履行時エクスポージャー－オンバランスシートおよびオフバランスシートの会計区分別

 

原資産

（百万ユーロ）

2024年12月31日付の

エクスポージャー額
合計

オンバランス

シート

オフバランス

シート

1 エクスポージャー合計 6,306 55,770 62,076

2 リテール（合計） 2,788 11,468 14,237

3 住宅不動産ローン 76 28 104

4 クレジットカード - 247 247

5 その他のリテール・エクスポージャー 2,712 11,193 13,886

6 再証券化 - - -

7 ホールセール（合計） 3,517 44,302 47,838

8 企業に対する貸出金 - 11,047 11,047

9 商業用不動産ローン - 10 10

10 リースおよび債権 2,899 27,277 30,194

11 その他のホールセール 619 5,968 6,586
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12 再証券化 - - -
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銀行ポートフォリオにおける証券化エクスポージャーおよび関連する規制資本要件－銀行が発行者または代

理人として行為するもの－IRBおよび標準的手法（SEC3）

 

2024年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

エクスポージャー額

（リスク加重の範囲／控除別）

エクスポージャー額

（規制アプローチ別）

RWEA

（規制アプローチ別）
キャップ後資本要件

20％

以下

20％

超

50％

以下

50％

超

100

％

以下

100％

超

1,250

％

未満

1,250％

／控除

証券

化-

IRBア

プ

ロー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証券

化-標

準的

アプ

ロー

チ

1,250

％

証券

化-

IRBア

プ

ロー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証券

化-標

準的

アプ

ロー

チ

1,250％

／控除

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250

％

1 エクス

ポー

ジャー

合計

54,04

2

3,39

7
285 147 2

13,25

2

35,52

4

9,09

7
-

1,43

5

5,68

9

1,69

7
-

11

5
455

13

6
-

2 従来型

の取引

41,88

6

3,20

0
285 147 - 896

35,52

4

9,09

7
- 115

5,68

9

1,69

7
- 9 455

13

6
-

3 証券化 41,88

6

3,20

0
285 147 - 896

35,52

4

9,09

7
- 115

5,68

9

1,69

7
- 9 455

13

6
-

4 実質

的な

リ

テー

ル

9,811
1,19

1
- - - - 8,458

2,54

4
- -

1,38

4
450 - - 111 36 -

5 う

ち

、

STS

996 - - - - - 969 27 - - 97 3 - - 8 - -

6 ホー

ル

セー

ル

32,07

4

2,01

0
285 147 - 896

27,06

7

6,55

2
- 115

4,30

5

1,24

7
- 9 344

10

0
-

7 う

ち

、

STS

21,18

1
448 - - - -

21,62

9
- - -

3,07

2
- - - 246 - -

8 再証券

化
- - - - - - - - - - - - - - - - -

9 合成型

の取引

12,15

7
197 - - 2

12,35

6
- - -

1,32

0
- - -

10

6
- - -

1

0

証券化 12,15

7
197 - - 2

12,35

6
- - -

1,32

0
- - -

10

6
- - -

1

1

実質

的な

リ

テー

ル

- - - - - - - - - - - - - - - - -
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1

2

ホー

ル

セー

ル

12,15

7
197 - - 2

12,35

6
- - -

1,32

0
- - -

10

6
- - -

1

3

再証券

化
- - - - - - - - - - - - - - - - -
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2023年12

月31日現

在

（百万

ユーロ）

エクスポージャー額

（リスク加重の範囲／控除別）

エクスポージャー額

（規制アプローチ別）

RWEA

（規制アプローチ別）
キャップ後資本要件

20％

以下

20％

超

50％

以下

50％

超

100

％

以下

100％

超

1,250

％

未満

1,250％

／控除

証券

化-

IRBア

プ

ロー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証券

化-標

準的

アプ

ロー

チ

1,250

％

証券

化-

IRBア

プ

ロー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証券

化-標

準的

アプ

ロー

チ

1,250％

／控除

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250

％

1 エクス

ポー

ジャー

合計

56,48

3

1,58

4
355 - -

15,44

0

33,65

5

9,32

7
-

2,01

0

4,93

0

1,44

0
7

16

1
394

11

5
1

2 従来型

の取引

42,44

6

1,58

4
257 - - 1,307

33,65

5

9,32

7
- 196

4,93

0

1,44

0
7 16 394

11

5
1

3 証券化 42,44

6

1,58

4
257 - - 1,307

33,65

5

9,32

7
- 196

4,93

0

1,44

0
7 16 394

11

5
1

4 実質

的な

リ

テー

ル

8,669 109 - - - - 6,691
2,08

7
- -

1,04

8
322 - - 84 26 -

5 う

ち

、

STS

1,294 - - - - - 1,294 - - - 129 - - - 10 - -

6 ホー

ル

セー

ル

33,77

7

1,47

5
257 - - 1,307

26,96

4

7,24

0
- 196

3,88

3

1,11

8
7 16 311 89 1

7 う

ち

、

STS

21,74

5
688 - - - -

22,43

4
- - -

3,07

4
- - - 246 - -

8 再証券

化
- - - - - - - - - - - - - - - - -

9 合成型

の取引

14,03

6
- 97 - -

14,13

4
- - -

1,81

4
- - -

14

5
- - -

1

0

証券化 14,03

6
- 97 - -

14,13

4
- - -

1,81

4
- - -

14

5
- - -

1

1

実質

的な

リ

テー

ル

- - - - - - - - - - - - - - - - -

1

2

ホー

ル

セー

ル

14,03

6
- 97 - -

14,13

4
- - -

1,81

4
- - -

14

5
- - -
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1

3

再証券

化
- - - - - - - - - - - - - - - - -
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銀行ポートフォリオにおける証券化エクスポージャーおよび関連する規制資本要件－銀行が投資家として行

為するもの－IRBおよび標準的手法（SEC4）

 

2024年12月

31日現在

（百万ユー

ロ）

エクスポージャー額

（リスク加重の範囲／控除別）

エクスポージャー額

（規制アプローチ別）

RWEA

（規制アプローチ別）
キャップ後資本要件

20％

以下

20

％

超

50

％

以

下

50％

超

100

％

以下

100％

超

1,250

％

未満

1,250％

／控除

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証券

化-標

準的

アプ

ロー

チ

1,250

％

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250％

／控除

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250

％

1 エクス

ポー

ジャー

合計

3,81

4
299 67 37 3 226 1,784

2,19

1
3 44 360 303 34 3 29 23 3

2 従来型

の証券

化

3,81

4
299 67 37 3 226 1,784

2,19

1
3 44 360 303 34 3 29 23 3

3 証券化 3,81

4
299 67 37 3 226 1,784

2,19

1
3 44 360 303 34 3 29 23 3

4 実質

的な

リ

テー

ル

2,96

4
277 4 8 - 202 1,643

1,39

1
- 30 285 183 - 2 23 13 -

5 う

ち

、

STS

2,10

7
189 - - - - 1,194

1,10

1
- - 171 110 - - 14 9 -

6 ホー

ル

セー

ル

850 22 64 29 3 23 141 800 3 14 75 120 34 1 6 10 3

7 う

ち

、

STS

- - - - - - - - - - - - - - - - -

8 再証券

化
- - - - - - - - - - - - - - - - -

9 合成型

の証券

化

- - - - - - - - - - - - - - - - -

1

0

証券化
- - - - - - - - - - - - - - - - -
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1

1

実質

的な

リ

テー

ル

- - - - - - - - - - - - - - - - -

1

2

ホー

ル

セー

ル

- - - - - - - - - - - - - - - - -

1

3

再証券

化
- - - - - - - - - - - - - - - - -

 

2023年12月

31日現在

（百万ユー

ロ）

エクスポージャー額

（リスク加重の範囲／控除別）

エクスポージャー額

（規制アプローチ別）

RWEA

（規制アプローチ別）
キャップ後資本要件

20％

以下

20

％

超

50

％

以

下

50％

超

100

％

以下

100％

超

1,250

％

未満

1,250％

／控除

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250

％

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250％

／控除

証

券

化-

IRB

ア

プ

ロ

ー

チ

証券

化-

ERBア

プ

ロー

チ

（内

部評

価ア

プ

ロー

チを

含

む。

）

証

券

化-

標

準

的

ア

プ

ロ

ー

チ

1,250

％

1 エクス

ポー

ジャー合

計

2,64

1
186 114 25 - 681 1,793 492 - 138 265 200 - 11 21 16 -

2 従来型の

証券化

2,64

1
186 114 25 - 681 1,793 492 - 138 265 200 - 11 21 16 -

3 証券化 2,64

1
186 114 25 - 681 1,793 492 - 138 265 200 - 11 21 16 -

4 実質

的な

リ

テー

ル

1,63

6
136 80 20 - 126 1,475 270 - 35 249 167 - 3 20 13 -

5 う

ち

、

STS

1,06

0
- 80 - - - 1,038 103 - - 147 10 - - 12 1 -

6 ホー

ル

セー

ル

1,00

5
50 34 6 - 555 318 221 - 102 16 33 - 8 1 3 -

7 う

ち

、

STS

- - - - - - - - - - - - - - - - -

8 再証券化 - - - - - - - - - - - - - - - - -

9 合成型の

証券化
- - - - - - - - - - - - - - - - -

10 証券化 - - - - - - - - - - - - - - - - -
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11 実質

的な

リ

テー

ル

- - - - - - - - - - - - - - - - -

12 ホー

ル

セー

ル

- - - - - - - - - - - - - - - - -

13 再証券化 - - - - - - - - - - - - - - - - -

 

次へ

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 374/1736



証券化エクスポージャー－債務不履行時エクスポージャーおよび個別の信用リスク調整（SEC5）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

機関別証券化エクスポージャー－オリジネーターまたはスポンサーとして行為する機関

額面金額合計
報告期間中の個別の信用リスク調整合

計

  

 
うち、債務不履行時エ

クスポージャー

1 エクスポージャー合計 57,873 754 -

2 リテール（合計） 11,002 37 -

3 住宅不動産ローン 3 - -

4 クレジットカード 247 - -

5 その他のリテール・エクス

ポージャー
10,752 37 -

6 再証券化 - - -

7 ホールセール（合計） 46,871 717 -

8 企業に対する貸付金 11,047 65 -

9 商業用不動産ローン - - -

10 リースおよび債権 30,082 615 -

11 その他のホールセール 5,742 38 -

12 再証券化 - - -

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

機関別証券化エクスポージャー－オリジネーターまたはスポンサーとして行為する機関

額面金額合計
報告期間中の個別の信用リスク調整合

計

  

 
うち、債務不履行時エ

クスポージャー

1 エクスポージャー合計 58,421 1,646 -

2 リテール（合計） 8,778 30 -

3 住宅不動産ローン 1 - -

4 クレジットカード 232 - -

5 その他のリテール・エクス

ポージャー
8,545 30 -

6 再証券化 - - -

7 ホールセール（合計） 49,643 1,616 -

8 企業に対する貸付金 12,217 76 -

9 商業用不動産ローン - - -

10 リースおよび債権 31,405 1,523 -

11 その他のホールセール 6,021 18 -

12 再証券化 - - -
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3.4.3.5　トレーディング勘定における証券化取引リスクの債務不履行時エクスポージャー－リスク加重資産

が発生するもの

証券化取引の債務不履行時エクスポージャー－内容別

トレーディング勘定における証券化エクスポージャー（SEC2）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

オリジネーターとして行為

する機関

スポンサーとして行為する機

関
投資家として行為する機関

従来型 合成

型
小計

従来型 合成

型
小計

従来型 合成

型
小計

STS 非STS STS 非STS STS 非STS

1 エクスポージャー合計 - - - - - - - - - 166 - 166

2 リテール（合計） - - - - - - - - - 165 - 165

3 住宅不動産ローン - - - - - - - - - 125 - 125

4 クレジットカード - - - - - - - - - - - -

5 その他のリテール・エ

クスポージャー
- - - - - - - - - 26 - 26

6 再証券化 - - - - - - - - - 14 - 14

7 ホールセール（合計） - - - - - - - - - - - -

8 企業に対する貸付金 - - - - - - - - - - - -

9 商業用不動産ローン - - - - - - - - - - - -

10 リースおよび債権 - - - - - - - - - - - -

11 その他のホールセール - - - - - - - - - - - -

12 再証券化 - - - - - - - - - - - -

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ）

オリジネーターとして行為

する機関

スポンサーとして行為する機

関
投資家として行為する機関

従来型 合成

型
小計

従来型 合成

型
小計

従来型 合成

型
小計

STS 非STS STS 非STS STS 非STS

1 エクスポージャー合計 - - - - - - - - - 162 - 162

2 リテール（合計） - - - - - - - - - 162 - 162

3 住宅不動産ローン - - - - - - - - - 118 - 118

4 クレジットカード - - - - - - - - - 0 - 0

5 その他のリテール・エ

クスポージャー
- - - - - - - - - 30 - 30

6 再証券化 - - - - - - - - - 14 - 14

7 ホールセール（合計） - - - - - - - - - - - -

8 企業に対する貸付金 - - - - - - - - - - - -

9 商業用不動産ローン - - - - - - - - - - - -

10 リースおよび債権 - - - - - - - - - - - -

11 その他のホールセール - - - - - - - - - - - -

12 再証券化 - - - - - - - - - - - -

 

債務不履行時エクスポージャーは、従来型証券化のみに関するものである。

 

証券化取引の債務不履行時エクスポージャー－アプローチ別および加重比率別

 

リスク加重トランシェ

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ロング・

ポジション

ショート・

ポジション
資本要件

ロング・

ポジション

ショート・

ポジション
資本要件

加重による債務不履行時エクスポー

ジャー
- - - - - -

加重比率0-10％ - - - - - -

加重比率10-12％ - - - - - -

加重比率12-20％ 21 - - 28 - 0
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加重比率20-40％ 10 - - 4 - 0

加重比率40-100％ 121 - 1 116 - 1

加重比率100-150％ - - - - - -

加重比率150-200％ - - - - - -

加重比率200-225％ - - - - - -

加重比率225-250％ - - - - - -

加重比率250-300％ - - - - - -

加重比率300-350％ - - - - - -

加重比率350-425％ - - - - - -

加重比率425-500％ - - - - - -

加重比率500-650％ - - - - - -

加重比率650-750％ - - - - - -

加重比率750-850％ - - - - - -

加重比率850-1,250％ - - - - - -

加重比率1,250％ 14 - 3 14 - 2

内部評価アプローチ 166 - 4 162 - 4

当局が設定する計算方法 - - - - - -

透明性アプローチ - - - - - -

資本からの控除合計－純額 - - - - - -

1,250％／資本から控除されたポジ

ション
- - - - - -

トレーディング勘定合計 166 - 4 162 - 4

 

保有するまたは取得した証券化に関する資本要件

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ロング・

ポジショ

ン

ショート・

ポジション

加重

エクスポー

ジャー合計

資本要件

ロング・

ポジショ

ン

ショート・

ポジション

加重

エクスポー

ジャー合計

資本要件  

加重による債務不履

行時エクスポー

ジャー

166 - 4 4 162 - 4 4  

証券化 151 - 1 1 148 - 1 1  

再証券化 14 - 3 3 14 - 2 2  

控除 - - - - - - - -  

 

3.4.4　市場リスク

3.4.4.1　内部モデルに基づく市場リスク測定および管理方法

内部手法による市場リスクの測定および管理（EU MRB）については、「2．リスク管理－2.5　市場リスク

－Ⅲ．市場リスクの測定および監督方法」の項に記載されている。

市場リスクに関する定性的情報ならびに市場リスク管理の戦略およびプロセス（EU MRA）については以下

のとおりである。

クレディ・アグリコルコーポレート・アンド・インベストメント・バンクおよびその子会社は、業務組織

とは独立した組織、リスクの特定および測定の手法、監視および連結手続を有する、専門の市場リスク管理

システムを有している。範囲としては、このシステムはすべての市場リスクをカバーしている。クレディ・

アグリコル・CIBは、そのリスク選好の枠組みに沿って慎重な市場リスク管理政策を追及してきた。

市場リスク管理機能の構造および組織については以下のとおりである。

■　リスク枠組みおよびリスク制限は、複数の委員会、特に戦略およびポートフォリオ委員会（SPC）、市場

リスク委員会（MRC）、クレディ・アグリコル・CIBのリスク委員会およびグループ・リスク委員会

（GRC）によって監督されている。
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■　業務上の観点から、市場およびカウンターパーティー・リスク（MCR）部門は、市場リスクの特定、測定

および監視を担当している。その任務は、（ⅰ）活動監視、（ⅱ）リスク管理および（ⅲ）クロスセク

ター監視に分かれている。

■　すべての市場リスク統制システムについては、「2．リスク管理－2.5　市場リスク」の項に記載されて

いる。

最後に、リスク評価システムについては、クレディ・アグリコル・CIBの市場リスク委員会（MRC）が毎月

開催され、リスク担当の経営委員が委員長を務めている。委員会は、銀行のキャピタル・マーケッツ活動担

当責任者、および市場リスク管理責任者で構成される。この委員会は、クレディ・アグリコル・CIBのポジ

ションおよびそのキャピタル・マーケッツ活動の損益勘定をレビューし、各活動に課された制限が遵守され

ているかどうかを検証する。この委員会は、業務上の上限の引上要求について、決定権を有する。

VaRモデルおよびSVaRモデルは、様々なリスク・クラス（金利、信用、株式および外国為替）に関するクレ

ディ・アグリコル・CIBのトレーディング勘定の大半をカバーしている。

VaRモデルおよびSVaRモデルの情報（EU MRB-A）については、内部モデルを使用して評価した市場リスクの

うち、2024年12月末現在リスク加重資産の19％はVaRモデル、53％がSVaRモデルによるものであった。

市場パラメータの変化による将来の損失の分布は、当期およびストレス下の期間のそれぞれについて、261

のヒストリカル法によるシナリオを適用して得られる（毎年再測定される。）。計算された変位値は、2番目

と3番目に最悪のシナリオの平均値であり、以下のとおりである。

■　VaRの主要な要因は、スポット、カーブおよびボラティリティのリスクをカバーすることである。

■　ショック手法はリスクの性質に特有である。

■　サテライトは特異な債券リスクの一部をカバーする。

■　VaRおよびSVaRの計算は、一定の非VaRリスク要因をカバーする追加資本によって補完される。

■　カウンターパーティー信用リスクには、規制上のCVA準備金と同じVaRモデルが適用され、観測可能なCDS

が存在しないカウンターパーティーについては、一部の特定の処理によって補完される。

債務不履行リスクおよび格付遷移リスクに関する追加所要資本（IRC）-（EU MRB-B）を測定するための内

部モデルについては以下のとおりである。

■　IRC（債務不履行リスクおよび格付遷移リスクに関する賦課）は、クレディ・アグリコル・CIBのトレー

ディング勘定、特に公債、ハイブリッド活動および社債について計算される。

■　債務不履行リスクおよび格付遷移リスクに関する追加所要資本（IRC）を測定するための内部モデルにつ

いて、2024年12月末現在で内部モデルを用いて評価された市場リスクはリスク加重資産の29％を占めて

いる。

■　IRCは、以下のとおり、信頼区間を99.9％とする1年間について、売買目的ポートフォリオの発行体リス

クを測定している。

－　当該リスクに関連する損失の分布は、債務不履行を含む1百万の格付遷移シナリオにおけるモンテカ

ルロ・シミュレーションに基づいて推測される。

－　CASAの内部格付の基本尺度は、各内部格付の債務不履行確率を示す。格付遷移確率は、過去の信用

事象に基づき測定され、格付ごとに決定される。

－　格付遷移と債務不履行との相関は、システミック・リスク要因に適用されるマートン・モデルに基

づいて得られる。

－　格付遷移の場合に信用スプレッドに適用されるショックは、信用の質、地域および発行体の種類別

のCDSスプレッドの平均水準について測定されている。

－　債務不履行時の損失率は、市場価値を中心とした確率的なものである。

■　流動性の期間は1年に固定されている。

■　コンバージェンスは十分な数のシミュレーションを考慮して監視され、保証されている。

■　モデルは内部モデルについて確立された規定に従って認証されている。
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■　ストレス・テストは、以下のパラメータ、すなわち、格付の引下げによる格付遷移確率および債務不履

行確率、ならびに格付遷移の場合に信用ショックを導出するCDSスプレッドに対する上方および下方スト

レスに適用される。

■　IRCパラメータの整合性は、これらの値を他の内部または外部の測定と比較することにより検証され、ま

た、EBAが編成する仮想ポートフォリオに関する年次のベンチマーキングの実施を通じても検証される。

相関ポートフォリオの所要資本を測定するための内部モデル（EU MRB-C）については、クレディ・アグリ

コル・CIBは影響を受けないことに留意すべきである。

 

3.4.4.2　トレーディング勘定の評価規則および手続

トレーディング勘定における様々な項目の評価のための規則については、連結財務書類に対する注記1.2

「会計方針および会計原則」（「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31

日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

測定モデルは、「2．リスク管理－2.5　市場リスク－Ⅲ．市場リスクの測定および監督方法」の項に記載

のとおり、定期的に見直される。

内部市場リスク・モデルを使用する機関に求められる、エクスポージャーの推定値の信頼性およびプルー

デンスを含む定性的な開示については以下のとおりである。

クレディ・アグリコル・CIB・グループの連結会社のすべてのトレーディング勘定を担当する市場リスクお

よびカウンターパーティー・リスク（MCR）部門が内部統制システムおよび実施手順の責任を負う。同部門の

組織および機能は、「2．リスク管理－2.5　市場リスク」の項に記載されている。

市場リスクの枠組みは、バリュー・アット・リスク（VaR）、ストレス・バリュー・アット・リスク

（SVaR）およびストレス・テストのシナリオ測定を含む一連の定性的および定量的なリスク監視指標に基づ

いている。

MCR部門による活動の監視は、フロントオフィスから独立した市場パラメータの統制および認証に責任を負

う。部門横断的なMCRチーム（IPV（独立価格評価））は、評価パラメータおよび観測可能性マッピングを認

証する。

市場準備金は、主に市場観測（ビッド／アスク・スプレッド）およびモデルに関連する可能性のある評価

の不確実性をヘッジするために使用される。これは、評価において重要な観察不能なパラメータを使用する

必要がある商品またはモデル・リスクが高い商品に適用される初日準備金により補完される。

クレディ・アグリコル・CIBは、追加的なプルーデンス措置であるプルーデンス評価を実施している。これ

は、時価で認識されるすべてのトレーディング勘定および銀行勘定のポジションに適用される。プルーデン

ス評価は、価格不確実性、清算費用、モデル・リスク、集中ポジション、信用スプレッドの前払い、借入費

用、早期解約、将来の管理費用および業務リスクの9つの会計調整項目に分類される。その後、各種区分はす

べて集計され、「2．リスク管理－2.5　市場リスク」の項に表示される普通株式等Tier 1（プルーデンス評

価所要資本）から控除される。

クレディ・アグリコル・CIBの活動はすべて、内部モデル、すなわち、バリュー・アット・リスク・モデ

ル、ストレス・バリュー・アット・リスク・モデルならびに債務不履行リスクおよび格付遷移リスクに関す

る自己資本賦課（IRC）モデルを用いて評価される。ただし、標準的モデルのままである少数の単独商品は除

く。

 

3.4.4.3　トレーディング勘定の市場リスク・エクスポージャー

3.4.4.3.1　標準的アプローチを使用するリスク加重エクスポージャー

標準的アプローチを使用するリスク加重エクスポージャー（MR1）

 

（百万ユーロ）
2024年12月31日 2023年12月31日

リスク加重資産 リスク加重資産

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 379/1736



 先物および先渡   

1 金利リスク（一般および個別） 1,015 620

2 株式リスク（一般および個別） - -

3 外国為替リスク 2,963 4,267

4 コモディティ・リスク - 12

 オプション   

5 簡易アプローチ - -

6 デルタ・プラス法 11 4

7 シナリオに基づくアプローチ 30 25

8 証券化（個別リスク） 50 49

9 合計 4,069 4,977

 

3.4.4.3.2　内部モデルアプローチを使用するエクスポージャー

リスク加重資産および資本要件

内部モデルアプローチに基づく市場リスク（MR2-A）

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

リスク加重

資産
資本要件

リスク加重

資産
資本要件

1 バリュー・アット・リスク（価額aおよびbのうち高い

方）
1,428 114 2,202 176

(a) 前日のバリュー・アット･リスク（VaRt-1）  38  35

(b) 乗率（mc）×直近60営業日におけるバリュー・アッ

ト･リスクの平均値（VaRavg）
 114  176

2 ストレス･バリュー･アット･リスク（価額aおよびbの

うち高い方）
4,010 321 4,055 324

(a) 最新のストレス・バリュー・アット・リスク（SVaRt-

1）
 83  69

(b) 乗率（ms）×直近60営業日におけるストレス・バ

リュー・アット･リスクの平均値（sVaRavg）
 321  324

3 自己資本賦課－IRC（価額aおよびbのうち高い方） 2,170 174 1,483 119

(a) 最新の自己資本賦課価値  174  99

(b) 直近12週間における自己資本賦課数の平均値  158  119

4 包括的リスク測定－CRM（価額a、bおよびcのうち高い

方）
- - - -

(a) 包括的リスク測定に対する最新のリスクの測定  -  -

(b) 直近12週間における包括的リスク測定に対するリスク

の測定の平均値
 -  -

(c) 包括的リスク測定下限  -  -

5 その他 - - - -

6 合計 7,608 609 7,740 619

 

内部モデルアプローチ（IMA）を使用する市場リスク・エクスポージャーに関するリスク加重資産のフロー表

（MR2-B）

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

バリュー・

アット・リ

スク

ストレス・バ

リュー・アッ

ト・リスク

自己資本賦

課

包括

的リ

スク

測定

その

他

リスク加重

資産合計

自己資本

要件合計

1 前期末（2024年9

月30日）におけ

るリスク加重資

産

1,485 3,842 2,164 - - 7,491 599

1a 規制上の調整 1,126 2,712 - - - 3,838 307
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1b 前四半期末（終

了日）における

リスク加重資産

359 1,130 2,164 - - 3,653 292

2 リスクレベルの

変動
251 53 (44) - - 260 21

3 モデルの更新／

変動
- - - - - - -

4 方法および方針 - - - - - - -

5 取得および処分 - - - - - - -

6 外国為替の変動 (131) (147) 51 - - (227) (18)

7 その他 - - - - - - -

8a 当 報 告 期 間 末

（終了日）にお

けるリスク加重

資産

479 1,036 2,170 - - 3,686 295

8b 規制上の調整 949 2,974 - - - 3,923 314

8 当 報 告 期 間 末

（2024年12月31

日）におけるリ

スク加重資産

1,428 4,010 2,170 - - 7,608 609

 

内部モデルの使用による価額

内部モデルアプローチ（IMA）を使用するトレーディング勘定の価額（MR3）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

1 バリュー・アット・リスク（10日間、99％）   

2 最大価額 54 66

3 平均額 33 50

4 最小価額 24 30

5 期末価額 38 35

6 ストレス期間におけるバリュー・アット・リスク（10日間、

99％）
  

7 最大価額 118 97

8 平均額 84 73

9 最小価額 56 43

10 期末価額 83 69

11 自己資本賦課に従った資本要件（99.9％）   

12 最大価額 206 260

13 平均額 124 133

14 最小価額 69 50

15 期末価額 134 76

16 包括的リスク測定に従った資本要件（99.9％）   

17 最大価額 - -

18 平均額 - -

19 最小価額 - -

20 期末価額 - -

21 下限（標準的測定方式） - -

 

3.4.4.4　バリュー・アット・リスク・モデルのバックテスト（MR4）

バリュー・アット・リスク・モデルの適切性およびバックテストの結果を確認するためのバリュー・アッ

ト・リスク・モデルのバックテスト・プロセスについては、「2．リスク管理」の項に記載されている。

外れ値の分析について、クレディ・アグリコル・CIBの規制範囲におけるバリュー・アット・リスクの

バックテスト方法は、一方で不確実性引当金を除いた日次損益（実損益）、他方で不確実性引当金および新

規取引について修正再表示された日次損益（または「仮想」損益）と日次バリュー・アット・リスク額を比

較するものである。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 381/1736



2024年12月末現在では、連続する12ヶ月間において1件のバックテストの例外があり、仮想損失（不確実

性引当金および新規取引を調整した日次結果）はバリュー・アット・リスクを上回っている。この例外は

2024年8月7日に検出されたもので、資本金額の決定に含めなければならないが、主に8月初旬に株式市場で観

測された変動によるものである。

 

3.4.5　業務リスク

3.4.5.1　先進的計測アプローチ

ACPRは、2008年1月1日以降、主要なクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの事業体に対し、業務

リスクの規制資本要件の計算に先進的計測アプローチ（AMA）を使用することを承認した。その他の当行グ

ループの事業体は、規定どおり標準的アプローチを利用する。

先進的計測アプローチおよび標準的アプローチの適用範囲、ならびに先進的計測アプローチの方法の詳細

は、「2．リスク管理－2.8　業務リスク－Ⅱ．方法」の項に記載されている。

業務リスクに関する一般的な定性的情報（EU ORA）については、「2．リスク管理」の項において検討され

ている。

■　リスク管理の目標および方針については、2.8.Ⅰ.「業務リスク管理機能の組織およびガバナンス」の項

を参照。

■　最低所要資本の評価方法については、2.8.Ⅱ.「方法」の項を参照。

■　先進的計測アプローチについては、2.8.Ⅱ.「方法」の項の「AMA（先進的計測アプローチ）による資本

要件の計算」を参照。

■　先進的計測アプローチにおけるリスク削減のための保険の利用については、2.8.Ⅳ.「業務リスクの保険

および担保範囲」の項を参照。

 

3.4.5.2　業務リスク削減のための保険テクニック

業務リスクを削減するために利用する保険テクニックについては、「2．リスク管理－2.8　業務リスク－

Ⅳ．業務リスクの保険および担保範囲」の項に記載されている。

 

業務リスクに関する資本要件およびリスク加重資産額（OR1）

 

銀行業務

関連する指標

自己資本要件

リスク加重エ

クスポー

ジャー金額3年目 2年目 前年度

1 基礎的アプローチ（BIA）の対象となる銀行業務      

2 標準的アプローチ（TSA）／代替標準的アプローチ

（ASA）の対象となる銀行業務
10,405 10,070 10,429 1,426 17,825

3 TSAの対象： 10,405 10,070 10,429   

4 ASAの対象： - - -   

5 先進的計測アプローチ（AMA）の対象となる銀行業務 12,710 13,957 14,517 1,933 24,160

 

標準的資本要件（SCR）の計算に使用される情報は、報告日現在の最新のデータに基づいている。

 

3.5　資産の担保設定

最近12ヶ月間における4四半期末の価額の中央値（百万ユーロ単位で表示）

 

＜テンプレートEU AE1－担保設定済資産および担保非設定資産＞
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（百万ユーロ）

担保設定済資産の

帳簿価額

担保設定済資産の

公正価値

担保非設定資産の

帳簿価額

担保非設定資産の

公正価値

 

うち、名目

上適格な

EHQLA

および

HQLA

 

うち、名目

上適格な

EHQLA

および

HQLA

 

うち、

EHQLA

および

HQLA

 

うち、

EHQLA

および

HQLA

010 030 040 050 060 080 090 100

010 報告機関の資産 153,574 49,691   1,673,023 275,339   

030 資本性商品 8,273 6,326 8,273 6,326 15,249 4,658 13,438 4,658

040 債券 52,462 43,332 53,234 44,119 112,110 97,899 113,543 96,914

050 うち、カバー

ド・ボンド
201 183 201 183 4,491 4,346 4,385 4,306

060 うち、資産担保

証券
6,078 280 6,079 280 1,222 767 1,224 767

070 うち、一般政府

による発行
41,478 40,829 42,257 41,619 63,229 59,941 69,862 67,278

080 うち、金融会社

による発行
9,703 2,078 9,694 2,074 32,693 21,712 31,003 21,162

090 うち、非金融法

人による発行
683 443 683 443 8,933 3,881 6,353 3,846

120 その他の資産 92,838 33   1,545,664 172,783   

 

＜テンプレートEU AE2－受領した担保および発行済自己債券＞

（百万ユーロ）

担保設定済受領担保または

発行済自己債券の公正価値

担保非設定

担保として利用可能な受領担保または

発行済自己債券の公正価値

 

うち、名目上適格

なEHQLAおよび

HQLA

 
うち、EHQLAおよ

びHQLA

010 030 040 060

130 報告機関が受領した担保 444,843 359,736 273,666 56,901

140 即時ローン 0 0 0 0

150 資本性商品 21,195 11,499 12,265 3,007

160 債券 370,055 348,237 67,110 53,895

170 うち、カバード・ボンド 10,815 9,242 2,166 1,304

180 うち、証券化 8,229 5,245 1,839 1,125

190 うち、一般政府による発行 328,718 326,988 47,787 46,544

200 うち、金融会社による発行 27,552 11,754 12,292 2,058

210 うち、非金融法人による発行 10,979 6,616 5,982 2,057

220 即時ローン以外の貸付金 53,593 0 194,290 0

230 その他の受領した担保 0 0 0 0

240 自己所有カバード・ボンドまた

は証券化以外の発行済自己債券
42 0 34,165 0

241 発行済みかつ担保未設定の自己

所有カバード・ボンドおよび資

産担保証券

  12,049 1,159

250 資産、受領した担保および発行

済自己債券合計
598,459 409,427   

 

＜テンプレートEU AE3－資産の担保物件＞

（百万ユーロ）

対応負債、偶発負債または

貸付有価証券

カバード・ボンドおよび担保設定済

証券化以外の資産、受領した

担保および発行済自己債券

010 030

010 特定の金融負債の帳簿価額 571,861 504,180
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＜表EU AE4－追加記述情報＞

クレディ・アグリコル・エス・エーは、クレディ・アグリコル・グループに対して担保として差し入れら

れた資産の負担レベルを監視および管理している。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資産の担保差入率は24.0％であった。

クレディ・アグリコル・エス・エーにおける資産の担保差入れおよび受領した担保は、主として貸出金お

よび債権（即時ローンを除く。）である。個人顧客に対する債権の担保差入れは、有利な条件で借換えを行

うこと、または必要に応じて容易に現金化できる剰余金を構成することを目的としている。クレディ・アグ

リコル・エス・エーの政策としては、個別の市場に異なる影響を有し得る流動性ストレスに対する抵抗力を

強めるため、証券を多様化すること、およびストレス時に既存メカニズムを通じて容易に市場で現金化可能

な質の高い資産を保持するため、担保に差し入れる資産の割合を制限すること、の両方を目指している。

2024年度に観測されたクレディ・アグリコル・グループの資産の担保差入率は、比較的安定していた。

2024年度に観測されたわずかな増加は、特に売戻し条件付契約およびデリバティブ活動によるものであ

り、条件付長期資金供給オペにおけるECBからの引出しの最終的な返済によってわずかに相殺された。

主として貸出金および債権（即時ローンを除く。）に関する資産の担保物件は、以下のとおりである。

■　指令第2009/65/EC号第52条（4）第1サブパラグラフに規定された、以下のプログラムに基づき発行する

カバード・ボンド

－　地域銀行およびLCLの債権を担保に差し入れるクレディ・アグリコル・ホーム・ローンSFH

－　地域銀行およびLCLからの債権を担保に差し入れ、そのカバード・ボンドはクレディ・アグリコル・

エス・エーが自己保有しているクレディ・アグリコル・フィナンスモン・ドゥ・ラビタSFH

－　クレディ・アグリコル・CIBの債権を担保に差し入れるクレディ・アグリコル・パブリック・セク

ターSCF

－　クレディ・アグリコル・イタリア・グループの債権を担保に差し入れるクレディ・アグリコル・イ

タリア・OBG・エス・アール・エル

2024年12月31日現在、担保権の原資産（および受領した担保）合計60.2十億ユーロのうち、流通済みの

カバード・ボンドは54.1十億ユーロであり、超過担保についての契約および規制の要件を満たしてい

た。

■　規則（EU）第575/2013号第4条（1）第61項に定義された、主としてCAコンシューマー・ファイナンス・

グループおよびその子会社によって行われた証券化取引において発行された資産担保証券（ABS）。

2024年12月31日現在、担保権の原資産合計8.5十億ユーロのうち、販売された資産担保証券は8.2十億

ユーロであった。

■　主として中央銀行との、クレディ・アグリコル・CIBのESTER証券化コンデュイットならびにフランスま

たは国際機関（フランス預金供託公庫および欧州投資銀行等）を通じた、金融業務取引に関する保証預

託金（売戻し条件付契約を除く。）。

2024年12月31日現在、保証預託金（売戻し条件付契約を除く担保付負債に相当）は28.1十億ユーロであ

り、担保設定済資産および受領した担保の合計は26.2十億ユーロであった。

■　ケス・ドゥ・ルフィナンスモン・ドゥ・ラビタ（CRH）に対して約束手形として振り出される発行済債務

証券（カバード・ボンドおよび資産担保証券を除く。）。地域銀行から受領した担保およびLCLの債権を

担保に差し入れる。

2024年12月31日現在、これらの証券は担保設定済資産および受領した担保の合計8.6十億ユーロのうち、

6.3十億ユーロであった。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、これらの担保付資金調達メカニズムのほとんどにおいて中心的存

在であるため、これらの負担レベルは、クレディ・アグリコル・エス・エー、その子会社およびクレディ・

アグリコル地域銀行と、グループ内で分けて表示されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーのその他の主要な資産の担保差入れは、以下のとおりである。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 384/1736



■　主としてクレディ・アグリコル・CIBの活動に関連し、主として債務証券およびこれに付随して資本性証

券からなる受領した担保を担保に差し入れる、売戻し条件付契約。具体的には、表示通貨（ユーロ）以

外の、施行規則（EU）第451/2021号付録ⅩⅦに定められた意味における2番目に重要な通貨（米ドル）で

保有される担保差入れの大部分が集中している。

2024年12月31日現在、売戻し条件付契約は394.3十億ユーロであり、担保設定済資産および受領した担保

の合計は383.1十億ユーロであった。

■　主にクレディ・アグリコル・CIBおよびCACEISの活動に関連し、基本的に債務証券およびこれに付随して

資本性証券からなる受領した担保を担保に差し入れる、証券貸借。

2024年12月31日現在、証券貸借は111.6十億ユーロであり、担保設定済資産および受領した担保の合計は

106.8十億ユーロであった。

■　主としてクレディ・アグリコル・CIBの店頭デリバティブ活動に関連し、主として証拠金請求の一環とし

て現金を担保に差し入れる、デリバティブ。

2024年12月31日現在、証拠金請求は38.3十億ユーロとなった。

 

 

(注1)　中央銀行。

(注2)　カバード・ボンドまたは資産担保証券を除く。

(注3)　主として株式貸借取引。

(注4)　受領した担保で担保に差し入れることのできないものを除く。

(注5)　現行の規則に従い、担保差入レベルの計算の目的上、担保設定済資産および受領し再担保に供された担保の合計

に、カバード・ボンドまたは証券化以外の発行済自己債券は含まれない。

 

3.6　流動性リスク

3.6.1　流動性リスク管理

「2．リスク管理」の6.「資産および負債管理」のⅣ．「流動性およびファイナンス・リスク」に加え、EU

LIQ Aテンプレート（流動性リスク管理）－CRR第451a条第4項に定義される要件を満たすため。

流動性リスク管理は、各子会社の連結レベルおよびクレディ・アグリコル・グループ・レベルで監視され

る。

 

a）流動性リスク管理の戦略およびプロセス

流動性リスク管理に関してクレディ・アグリコル・グループが実施している戦略は、次のいくつかの主要

な原則に基づいている。
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■　当行グループが予想される流動性危機に耐えられるよう意図された、リスクを最小化する資金調達構造

および十分な流動性バッファー

■　日中流動性リスクの慎重な管理

■　流動性リスクを管理するための強固なメカニズム

当行グループは、短期および長期の両方の専用の指標を通じて、市場における資金調達源の分散化を図っ

ている。この分散化は、取引相手先の区分（異なる市場関係者、小口顧客および企業顧客）ならびに取引相

手先の通貨および国に関連している。

 

b）流動性リスク管理機能の構造および組織

クレディ・アグリコル・グループの流動性リスク管理は、クレディ・アグリコル・エス・エーの財務部門

内にある当行グループの財務監視部門により調整される。

財務部門が監督し、管理する流動性リスクは、当行グループの事業体により作成され、連結される流動性

リスク管理指標に基づいている。グループ・リスク部門は、基準、指標、制限を通じて流動性リスク管理を

再検討し、流動性のガバナンス会議に参加している。

 

c）流動性の集中化およびグループ内の相互作用

クレディ・アグリコル・エス・エーは、当行グループの事業体のハブバンクとしての役割を果たしてい

る。クレディ・アグリコル・エス・エーは、当行グループの事業体間で流動性が適切に循環するようにし、

市場資金調達計画を自らの水準で実施し、それを事業体内に再配布している。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、特定の理由および条件の下で、一部の当行グループの事業体が市

場に直接アクセスすることを許可している。これには特に、クレディ・アグリコル・CIB、CAイタリアおよび

CAPFMグループの事業体（CAオート・バンク、リーシーズ、アゴス等）が該当する。

 

d）流動性リスク報告および監視システム

実際には、流動性リスクは、当行グループの流動性リスク監視の範囲に含まれるすべての事業体に共通す

る集中的なツールを通じて監視される。

このツールは、流動性リスクの監視に適合した勘定科目表を通じて、当行グループおよびその各事業体の

貸借対照表の同質な区分を特定することを可能にする。同ツールは、これらの各区分のスケジュールも伝達

する。2013年度の稼働以来、同ツールは、当行グループが標準化した以下の各種指標を月次ベースで測定し

ている。

■　内部流動性モデル指標：流動性バランスシート、準備金、ストレス・シナリオ、短期および長期借換え

の集中等

■　規制指標：流動性カバレッジ比率、安定調達比率、追加流動性監督基準

このシステムは、一定のリスク（日中流動性、日次のLCR生産性）を毎日把握できる管理ツールによって補

完されている。

流動性管理は、当行グループのプランニング・プロセスにも組み込まれている。このようにして、特に予

算事業、中期計画またはストレス・シミュレーションの文脈においてバランスシートが予測されている。

 

e）流動性リスク・ヘッジ

クレディ・アグリコル・グループが実施する流動性リスク管理方針は、ストレス状況または流動性危機

（流動性の流出または市場の閉鎖）に対応できるように強固なバランスシート構造からなる。これには基本

的に以下のものが含まれる。

■　中長期の借換えを優先し、短期借換えの償還請求権を制限する。そのため、当行グループは安定した資

金源のポジションの観点から管理目標および純短期借換えの観点から制限を設定している。

■　借換市場における当行グループの使用量を統制する。
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■　借換市場における資源を多様化する。

■　資産流動化ツールを有する（証券化、カバード）。

危機時には、以下の流動資産の準備により、流動性の大規模な流出に対応することができる。これらの資

産は主に以下から構成される。

■　中央銀行預け金（主にECBへの預け金）

■　価値変動リスクの低い適格流動資産証券

■　中央銀行で動員可能な債権

 

f）流動性緊急時計画

クレディ・アグリコル・エス・エーは、流動性危機の際に展開される緊急時計画を作成している。このグ

ループ緊急時計画は、クレディ・アグリコル・グループの事業体に適用され、危機的状況の重大度に応じて

発動される以下の3つのレベルから構成される。

■　黄色：監視の強化および低レベルの対策を必要とする状況。

■　オレンジ：危機に対処するために、通常とは異なる手段を実施する必要がある状況。

■　赤：危機に対処するために、例外的な手段を実施する必要がある状況。

緊急時計画の発動可能性に使用される危機監視指標は、クレディ・アグリコル・エス・エーの財務管理部

門により毎週測定される。

本システムは、緊急時計画が発動された場合の専用のガバナンスに基づいており、特に業務執行陣を委員

長とする危機管理委員会を設置している。グループ緊急時計画は、毎年検証される。

 

g）流動性ストレス・テスト

機関は、流動性危機の状況に対処できるよう、流動資産の十分なバッファーを保有している。これらに

は、中央銀行預け金、流通市場における流動性のある有価証券、買戻し条件付契約に基づいて売却可能な有

価証券、または、さらには中央銀行に動員可能な有価証券もしくは債権が含まれる。

当行グループは、以下の3つのシナリオについて、存続期間についての範囲を設定している。

■　借換市場の危機に対応する、いわゆるシステミックな危機管理シナリオ。存続期間は1年に設定されてい

る。

■　クレディ・アグリコル・グループを中心とした深刻な危機に対応する、いわゆる特異な危機管理シナリ

オであり、特に資産の市場流動性に影響がないため、世界的な危機管理シナリオよりも影響が小さくな

る。存続期間は3ヶ月に設定されている。

■　厳しくかつ深刻な危機で、機関に特有の（すなわち、その評判に影響を及ぼす）ものおよびシステミッ

クな（ちなわち、資金調達のための市場全体に影響を及ぼす）ものの両方に対応する、いわゆる世界的

な危機管理シナリオ。存続期間は1ヶ月に設定されている。

実際には、これらのストレス・テストは、流動性バランスシートの悪化に関する一連の仮定を適用して実

施される。当行グループは、ストレス期間全体を通じて流動資産が正の流動性を維持することができれば、

ストレスを満たしている。

 

h）管理およびガバナンス

流動性リスク選好は、当行グループが受け入れたリスクの水準を反映した、リスク・アペタイト・フレー

ムワークにおけるガバナンスにより、毎年定義される。これは、以下の流動性リスク監視システムの主要な

指標に対する警告基準および制限の形をとる。

■　LCRおよびNSFRを、規制要件と比較して監視マージンを持って管理する。

■　安定した資金源のポジション（PRS）、流動性危機シナリオおよび流動性準備金等の内部指標も、警告基

準および制限の対象である。
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クレディ・アグリコル・グループが監視する主な流動性リスク選好および管理指標－2024年12月31日現在

 

 LCR NSFR PRS ストレス 剰余金

クレディ・アグリコル・グループ 127.4％ 117.8％ 177十億ユーロ

－グローバル＞0

－システミック＞0

－特異性＞0

473十億ユーロ

クレディ・アグリコル・エス・エー 131％ 112.8％ NA

－グローバル＞0

－システミック＞0

－特異性＞0

NA

 

内部管理システムは、グループ・レベルおよび異なるレベル（子会社および地域銀行の連結レベル）に分

けて監視されるその他の流動性リスク測定（取引相手先、満期および通貨別の中長期の借換えの集中、短期

市場借換えに対する感応度、市場使用量、資産担保水準、偶発的な流動性ニーズ）により補完されている。

当行グループは、流動性リスク管理システムの妥当性に関する年次報告書を作成し、実施されている流動

性リスク管理システムが当行グループの特性および戦略に適合していることを保証している。この申告は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会により承認され、当行グループの監督者であるECB宛に送付さ

れる。

 

3.6.2　短期流動性ニーズに関する規制上のカバレッジ比率（流動性カバレッジ比率）

EU LIQ 1（LCR開示－定量的データ）およびEU LIQ Bテンプレート（LCR開示－定性的データ）－CRR第451a条

第4項

流動性ニーズカバレッジ比率に関する定量的情報（EU LIQ1）

2024年3月31日、2024年6月30日、2024年9月30日および2024年12月31日現在に算出された、連続する12ヶ月

間における平均LCR
(1)

(注1)　過去12ヶ月間の月末の平均値。

 

流動性カバレッジ比率の

12ヶ月平均（LCR）

連結範囲:クレディ・アグ

リコル・エス・エー

（百万ユーロ）

非加重値合計（平均） 加重値合計（平均）

EU-1a 四半期末日 2024年

3月31日

2024年

6月30日

2024年

9月30日

2024年

12月31日

2024年

3月31日

2024年

6月30日

2024年

9月30日

2024年

12月31日

EU-1b 平均値を算出する

ために使用された

データポイントの

数

12 12 12 12 12 12 12 12

 適格流動資産

1 適格流動資産

（HQLA）合計
    303,509 299,426 299,538 296,346

 キャッシュ・アウトフロー

2 リテール預金およ

び中小企業顧客か

らの預金、うち：

409,203 408,238 407,852 407,502 25,868 25,591 25,460 25,401

3 安定預金 293,772 291,931 290,227 288,913 14,689 14,597 14,511 14,446

4 非安定預金 115,431 116,306 117,625 118,588 11,179 10,995 10,949 10,955

5 無担保大口資金調

達
350,363 348,875 351,031 354,036 176,338 172,945 172,146 170,960
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流動性カバレッジ比率の

12ヶ月平均（LCR）

連結範囲:クレディ・アグ

リコル・エス・エー

（百万ユーロ）

非加重値合計（平均） 加重値合計（平均）

EU-1a 四半期末日 2024年

3月31日

2024年

6月30日

2024年

9月30日

2024年

12月31日

2024年

3月31日

2024年

6月30日

2024年

9月30日

2024年

12月31日

6 業務上の預金（す

べての取引相手

先）および協同銀

行ネットワーク内

の預金

163,542 161,342 161,178 162,452 59,523 55,304 53,507 51,686

7 業務外の預金（す

べての取引相手

先）

162,082 163,564 166,486 168,342 92,076 93,672 95,272 96,031

8 無担保債務 24,738 23,969 23,367 23,243 24,738 23,969 23,367 23,243

9 担保付大口資金調

達
    36,815 36,746 37,022 39,735

10 追加要件 205,173 206,671 202,690 198,370 56,822 56,500 55,602 53,899

11 デリバティブ・エ

クスポージャーお

よびその他の担保

要件に関するアウ

トフロー

42,429 42,537 37,928 32,217 23,506 23,533 22,809 21,083

12 債務商品の資金調

達に係る損失に関

するアウトフロー

  - -   - -

13 信用および流動性

ファシリティ
162,743 164,134 164,762 166,153 33,316 32,967 32,793 32,816

14 その他の契約上の

資金調達義務
53,924 54,584 56,215 55,556 8,356 8,916 9,385 9,047

15 その他の偶発的な

資金調達義務
69,450 70,475 71,294 72,453 3,662 3,714 3,755 3,813

16 キャッシュ・アウ

トフロー合計
    307,861 304,412 303,370 302,854

 キャッシュ・インフロー

17 担保付貸付（リ

バースレポ取引

等）

246,498 253,922 268,716 286,431 36,649 37,042 37,041 37,272

18 完全正常エクス

ポージャーからの

インフロー

69,474 70,163 71,076 71,855 50,147 50,231 50,684 50,874

19 その他のキャッ

シュ・インフロー
9,257 9,977 9,984 10,641 9,257 9,977 9,984 10,641

EU-

19a

（譲渡制限を有す

るまたは交換不可

能な通貨を使用す

る第三国での取引

により生じる加重

インフロー合計と

加重アウトフロー

合計の差額）

       -

EU-

19b

（関連する専門金

融機関からの余剰

インフロー）

       -

20 キャッシュ・イン

フロー合計
325,229 334,062 349,777 368,927 96,053 97,250 97,709 98,787
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流動性カバレッジ比率の

12ヶ月平均（LCR）

連結範囲:クレディ・アグ

リコル・エス・エー

（百万ユーロ）

非加重値合計（平均） 加重値合計（平均）

EU-1a 四半期末日 2024年

3月31日

2024年

6月30日

2024年

9月30日

2024年

12月31日

2024年

3月31日

2024年

6月30日

2024年

9月30日

2024年

12月31日

EU-

20a

全額控除インフ

ロー
- - - - - - - -

EU-

20b

90％を上限とする

インフロー
  - -   - -

EU-

20c

75％を上限とする

インフロー
261,539 269,796 283,922 300,723 96,053 97,250 97,709 98,787

EU-21 流動性バッファー     303,509 299,426 299,538 296,346

22 キャッシュ・アウ

トフロー純額合計

(1)

    211,808 207,162 205,661 204,068

23 流動性カバレッジ

比率
(2)     143.28％ 144.67％ 145.72％ 145.26％

(注1)　キャッシュ・アウトフロー純額は、該当する場合、キャッシュ・インフローに上限を適用した上で、観測された

金額（当該12件の規制当局への申告に基づく。）の平均値で計算される（ただし、上限はアウトフロー合計の

75％とする。）。

(注2)　欧州CRRⅡ規制の要件に従い、上記の表の平均LCR比率は、観察期間中に公表された過去12ヶ月間の月末の比率の

算術平均に対応している。

 

定性的情報（EU LIQB）

 

行番号 定性的情報  

(a)

LCR（流動性カバレッジ比

率）の結果の主な要因および

LCRの計算に対するインプッ

トの寄与の経時的変化に関す

る説明

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループのLCRは、大部分が中央

銀行に再投資されている多額の余剰流動性および高水準の証券ポート

フォリオにより、安定した水準にある。

各四半期末の平均比率（上記の表を参照。）は、2024年度には143％か

ら146％の間で高かった。

流動性バッファーは、2024年度を通じて高水準で維持された（2024年度

は最低269十億ユーロ）。2024年12月末現在、余剰流動性は296十億ユー

ロで管理されていた。

債権回収赤字の減少および中長期リファイナンス計画の加速という複合

的影響により、30日のキャッシュ・アウトフロー純額は2024年度に減少

した（2024年度は平均204十億ユーロ）。

(b)
LCRの経時的変化に関する説

明

(c)
資金調達源の集中の実態に関

する説明

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、慎重な借換方針を取

り、投資基盤および商品の市場へのアクセスを高度に多様化させてい

る。

(d)
機関の流動性バッファー構成

の概要

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの適格流動資産の品質は

非常に高く、主に中央銀行預け金およびレベル1の有価証券で構成され

ている。

中央銀行預け金の水準の高さは、依然として高水準にある大幅な余剰流

動性の再投資の結果である。

(e)

デリバティブ・エクスポー

ジャーおよび潜在的な担保請

求

この項目に関連するキャッシュ・アウトフローは、デリバティブ取引に

対する証拠金請求の増加（2024年度下半期からの金利低下を背景に2024

年度には減少）という偶発的なリスクを示している。

(f)
LCRにおける通貨のミスマッ

チ

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ

は、主要通貨（ユーロ、日本円、英ポンド、米ドル）のうち同一通貨建

ての流動資産により、キャッシュ・アウトフロー純額をヘッジしてい

る。特定の通貨について観測された残りの部分のミスマッチは、その他

の主要通貨建ての余剰適格流動資産によりカバーされており、危機的な

状況においてもこれらの要件を満たすために容易に転換可能である。
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(g)

LCRの開示テンプレートに示

されていないが、流動性の特

性に関連すると機関が考える

LCRの計算におけるその他の

項目

－

 

3.6.3　中長期流動性ニーズに関する規制上のカバレッジ比率（安定調達比率）

EU LIQ 2テンプレート（NSFR開示－定量的データ）－CRR第451a条第4項

中長期流動性ニーズに関する定量的情報（NSFR）－EU LIQ2

2024年3月31日、2024年6月30日、2024年9月30日および2024年12月31日に測定された安定調達比率

 

2024年3月31日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

 利用可能な安定調達額（ASF）項目

1 資産項目および証券 66,901 2,539 454 15,205 82,332

2 自己資本 66,901 2,539 454 15,205 82,332

3 その他の資本性証券      

4 リテール預金  399,908 7,495 8,488 389,795

5 安定預金  292,574 305 2,274 280,510

6 非安定預金  107,334 7,190 6,214 109,285

7 大口資金調達  726,299 64,735 305,684 505,911

8 業務上の預金  139,853   69,926

9 その他の大口資金調達  586,447 64,735 305,684 435,984

10 相互依存負債  100,531    

11 その他の負債 - 132,043 3,478 10,163 11,902

12 NSFRデリバティブ負債 -     

13 上記カテゴリに含まれないその他すべての負

債および資本性証券
 132,043 3,478 10,163 11,902

14 利用可能な安定調達額（ASF）合計     989,940

 所要安定調達額（RSF）の項目      

15 適格流動資産（HQLA）合計     13,578

EU-15a カバープールに1年以上の残存期間がある資産  329 346 25,761 22,470

16 営業目的で保有するその他の金融機関の預金  7,238   3,619

17 正常貸出金および正常有価証券  483,428 79,052 669,277 714,149

18 0％割引の対象となるレベル1HQLAが担保とす

る金融顧客との正常有価証券金融取引の実行
 206,082 7,565 6,209 13,873

19 その他の資産および金融機関に対する貸出金

を担保とする金融顧客との正常有価証券金融

取引

 158,513 25,755 333,251 364,697

20 金融機関以外の法人顧客に対する正常有価証

券、小口顧客向けおよび中小企業顧客向け貸

出金、ソブリンおよびPSEに対する貸出金、う

ち：

 76,294 35,358 198,983 226,525

21 信用リスクに関するバーゼル2の標準的アプ

ローチに基づくリスク加重が35％以下の場

合

 854 1,433 8,592 6,728

22 正常住宅ローン債権、うち  5,353 5,403 115,716 84,548

23 信用リスクに関するバーゼル2の標準的アプ

ローチに基づくリスク加重が35％以下の場

合

 4,126 4,112 100,706 70,531

24 上場株式および貸借対照表上の金融取引商品

を含む、債務不履行に陥っていない、かつ、

HQLAに適格でないその他の貸付金および有価

証券

 37,187 4,970 15,119 24,505
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2024年3月31日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

25 相互依存資産  103,339    

26 その他の資産  146,290 2,812 40,387 93,372

27 現物取引商品      

28 デリバティブ契約の当初証拠金として計上さ

れた資産およびCCPのデフォルト・ファンドへ

の拠出金

 8,225 113 489 7,503

29 NSFRデリバティブ資産  502   502

30 変動差引前NSFRデリバティブ負債の計上額  50,805   2,540

31 上記カテゴリに含まれないその他すべての資

産
 86,758 2,698 39,898 82,826

32 オフバランスシート項目  64,039 19,200 170,971 15,109

33 所要安定調達額（RSF）の合計     862,297

34 安定調達比率（純額）（％）     114.80％

 

2024年6月30日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

 利用可能な安定調達額（ASF）項目

1 資産項目および証券 72,686 1,192 1,146 16,372 89,631

2 自己資本 72,686 1,192 1,146 16,372 89,631

3 その他の資本性証券      

4 リテール預金  399,793 6,031 8,570 388,297

5 安定預金  289,505 215 2,493 277,726

6 非安定預金  110,288 5,816 6,077 110,570

7 大口資金調達  738,109 74,416 309,572 534,651

8 業務上の預金  150,906   75,453

9 その他の大口資金調達  587,203 74,416 309,572 459,198

10 相互依存負債  103,181    

11 その他の負債 - 139,444 2,205 4,900 6,003

12 NSFRデリバティブ負債 -     

13 上記カテゴリに含まれないその他すべての負

債および資本性証券
 139,444 2,205 4,900 6,003

14 利用可能な安定調達額（ASF）合計     1,018,581

 所要安定調達額（RSF）の項目      

15 適格流動資産（HQLA）合計     13,400

EU-15a カバープールに1年以上の残存期間がある資産  380 433 26,217 22,975

16 営業目的で保有するその他の金融機関の預金  5,358   2,679

17 正常貸出金および正常有価証券  500,662 84,889 675,740 724,732

18 0％割引の対象となるレベル1HQLAが担保とす

る金融顧客との正常有価証券金融取引の実行
 216,109 14,706 6,696 18,955

19 その他の資産および金融機関に対する貸出金

を担保とする金融顧客との正常有価証券金融

取引

 161,415 26,044 333,609 364,268

20 金融機関以外の法人顧客に対する正常有価証

券、小口顧客向けおよび中小企業顧客向け貸

出金、ソブリンおよびPSEに対する貸出金、う

ち：

 82,216 32,005 202,045 230,498

21 信用リスクに関するバーゼル2の標準的ア

プローチに基づくリスク加重が35％以下の

場合

 1,052 830 8,523 6,481

22 正常住宅ローン債権、うち  5,572 5,220 115,899 84,721
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2024年6月30日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

23 信用リスクに関するバーゼル2の標準的ア

プローチに基づくリスク加重が35％以下の

場合

 4,211 4,109 100,895 70,731

24 上場株式および貸借対照表上の金融取引商品

を含む、債務不履行に陥っていない、かつ、

HQLAに適格でないその他の貸付金および有価

証券

 35,351 6,914 17,491 26,289

25 相互依存資産  105,997    

26 その他の資産  146,301 1,629 58,479 118,251

27 現物取引商品      

28 デリバティブ契約の当初証拠金として計上さ

れた資産およびCCPのデフォルト・ファンドへ

の拠出金

 8,175 1 527 7,397

29 NSFRデリバティブ資産  10,206   10,206

30 変動差引前NSFRデリバティブ負債の計上額  44,478   2,224

31 上記カテゴリに含まれないその他すべての資

産
 83,442 1,628 57,953 98,424

32 オフバランスシート項目  65,531 17,257 170,457 15,246

33 所要安定調達額（RSF）の合計     897,284

34 安定調達比率（純額）（％）     113.52％

 

2024年9月30日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

 利用可能な安定資金（ASF）項目

1 資産項目および証券 73,134 191 1,010 16,131 89,265

2 自己資本 73,134 191 1,010 16,131 89,265

3 その他の資本性証券      

4 リテール預金  399,061 3,664 8,552 385,400

5 安定預金  287,822 94 2,770 276,290

6 非安定預金  111,239 3,570 5,782 109,110

7 大口資金調達  784,682 59,187 311,651 530,655

8 業務上の預金  145,894   72,947

9 その他の大口資金調達  638,788 59,187 311,651 457,708

10 相互依存負債  104,436    

11 その他の負債 - 137,700 4,189 6,092 8,187

12 NSFRデリバティブ負債 -     

13 上記カテゴリに含まれないその他すべての負

債および資本性証券
 137,700 4,189 6,092 8,187

14 利用可能な安定調達額（ASF）合計     1,013,506

 所要安定調達額（RSF）の項目      

15 適格流動資産（HQLA）合計     13,871

EU-15a カバープールに1年以上の残存期間がある資産  352 409 25,918 22,677

16 営業目的で保有するその他の金融機関の預金  4,810   2,405

17 正常貸出金および正常有価証券  538,144 87,997 672,431 720,140

18 0％割引の対象となるレベル1HQLAが担保とす

る金融顧客との正常有価証券金融取引の実行
 251,299 12,879 6,331 16,322

19 その他の資産および金融機関に対する貸出金

を担保とする金融顧客との正常有価証券金融

取引

 167,576 30,906 328,462 362,624
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2024年9月30日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

20 金融機関以外の法人顧客に対する正常有価証

券、小口顧客向けおよび中小企業顧客向け貸

出金、ソブリンおよびPSEに対する貸出金、う

ち：

 80,194 32,129 202,314 228,934

21 信用リスクに関するバーゼル2の標準的ア

プローチに基づくリスク加重が35％以下の

場合

 1,598 1,436 7,955 6,688

22 正常住宅ローン債権、うち：  5,588 5,221 117,377 85,525

23 信用リスクに関するバーゼル2の標準的ア

プローチに基づくリスク加重が35％以下の

場合

 4,181 4,178 102,261 71,451

24 上場株式および貸借対照表上の金融取引商品

を含む、債務不履行に陥っていない、かつ、

HQLAに適格でないその他の貸付金および有価

証券

 33,485 6,861 17,946 26,734

25 相互依存資産  107,365    

26 その他の資産  140,008 1,581 57,694 117,658

27 現物取引商品      

28 デリバティブ契約の当初証拠金として計上さ

れた資産およびCCPのデフォルト・ファンドへ

の拠出金

 8,927 1 1,165 8,579

29 NSFRデリバティブ資産  11,238   11,238

30 変動差引前NSFRデリバティブ負債の計上額  37,451   1,873

31 上記カテゴリに含まれないその他すべての資

産
 82,392 1,580 56,529 95,968

32 オフバランスシート項目  69,455 14,789 170,015 15,231

33 所要安定調達額（RSF）の合計     891,982

34 安定調達比率（純額）（％）     113.62％

 

2024年12月31日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

 利用可能な安定資金（ASF）項目

1 資産項目および証券 75,895 887 1,526 15,905 91,800

2 自己資本 75,895 887 1,526 15,905 91,800

3 その他の資本性証券      

4 リテール預金  402,035 4,091 8,575 388,652

5 安定預金  291,187 85 2,994 279,703

6 非安定預金  110,847 4,007 5,581 108,950

7 大口資金調達  833,431 50,669 327,040 545,890

8 業務上の預金  154,463   77,231

9 その他の大口資金調達  678,968 50,669 327,040 468,658

10 相互依存負債  107,711    

11 その他の負債  123,090 2,795 6,202 7,599

12 NSFRデリバティブ負債      

13 上記カテゴリに含まれないその他すべての負

債および資本性証券
 123,090 2,795 6,202 7,599

14 利用可能な安定調達額（ASF）合計     1,033,942

 所要安定調達額（RSF）の項目      

15 適格流動資産（HQLA）合計     18,728

EU-15a カバープールに1年以上の残存期間がある資産  321 367 25,718 22,445

16 営業目的で保有するその他の金融機関の預金  6,148   3,074
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2024年12月31日現在の安定調達比率（NSFR）純額

連結範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

（百万ユーロ）

a b c d e

残余価値における非加重価値

加重価値
満期なし 6ヶ月未満

6ヶ月以上1

年未満
1年以上

17 正常貸出金および正常有価証券  569,035 81,257 687,432 734,629

18 0％割引の対象となるレベル1HQLAが担保とす

る金融顧客との正常有価証券金融取引の実行
 258,909 5,631 6,152 12,372

19 その他の資産および金融機関に対する貸出金

を担保とする金融顧客との正常有価証券金融

取引

 178,036 31,408 327,958 362,916

20 金融機関以外の法人顧客に対する正常有価証

券、小口顧客向けおよび中小企業顧客向け貸

出金、ソブリンおよびPSEに対する貸出金、う

ち：

 81,168 33,758 220,635 246,410

21 信用リスクに関するバーゼル2の標準的ア

プローチに基づくリスク加重が35％以下の

場合

 2,739 1,417 8,518 7,614

22 正常住宅ローン債権、うち：  5,580 5,346 118,488 86,852

23 信用リスクに関するバーゼル2の標準的ア

プローチに基づくリスク加重が35％以下の

場合

 4,213 4,231 103,248 72,657

24 上場株式および貸借対照表上の金融取引商品

を含む、債務不履行に陥っていない、かつ、

HQLAに適格でないその他の貸付金および有価

証券

 45,342 5,115 14,198 26,078

25 相互依存資産  110,872    

26 その他の資産  144,051 3,358 59,758 120,511

27 現物取引商品      

28 デリバティブ契約の当初証拠金として計上さ

れた資産およびCCPのデフォルト・ファンドへ

の拠出金

 10,242  935 9,501

29 NSFRデリバティブ資産  12,242   12,242

30 変動差引前NSFRデリバティブ負債の計上額  44,213   2,211

31 上記カテゴリに含まれないその他すべての資

産
 77,355 3,358 58,823 96,558

32 オフバランスシート項目  74,416 18,655 186,634 16,796

33 所要安定調達額（RSF）の合計     916,183

34 安定調達比率（純額）（％）     112.85％

 

定性的情報

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの安定調達比率は、2024年度を通して引き続き安定した水

準（2024年3月に114.8％、2024年6月に113.5％、2024年9月に113.6％、2024年12月に112.8％、約118十億

ユーロの安定的な資金調達源の余剰に相当）にあった。

安定的な資金調達の必要性は、主に加重残高が比較的安定している顧客貸出金によるものである。

安定的な資金調達源は、定期預金に関する商業ネットワークの動員および中長期リファイナンス計画の加

速によるものであった。

相互依存関係にある資産および負債は、地域銀行
(1)

、LCL、BforBankおよびBanque Chalusの顧客の規制預

金（Livret A、持続可能な開発に係る通帳式口座およびLEP）のうち、フランス預金供託公庫に再預金された

部分に相当する。

(注1)　地域銀行の顧客の規制預金は、クレディ・アグリコル・エス・エーの貸借対照表において計上されている。

 

3.7　金利リスク
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規則（EU）第575/2013号を改正する2019年5月20日付欧州議会および欧州理事会規則（EU）第2019/876号

（「CRRⅡ」として知られる。）第448条に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、金利リスクに関す

る情報を公表することが求められている。

 

3.7.1　銀行ポートフォリオにおける金利リスク管理に関する定性的情報（EU IRRBBA基準）

a）グローバル金利リスクの定義

銀行ポートフォリオの金利リスクとは、銀行ポートフォリオのポジションに影響を与える金利の不利な変

動の結果として、銀行の株式または収益が減少する実際のまたは潜在的なリスクを指す。

金利リスクは、以下の3つの種類のリスクに分類される。

■　方向性リスクまたはデッドロック・リスクは、銀行ポートフォリオにおける商品の満期構造に起因し、

商品の金利変動の時期によって引き起こされるリスクを反映する。デッドロック・リスクの大きさは、

金利の期間構造における変化が、イールド・カーブに沿って着実に動くか（パラレル・リスク）または

期間によって異なる動きをするか（非パラレル・リスク）により異なる。

■　ベーシス・リスクは、満期が類似しており、異なる金利指数で評価される金融商品の相対的な金利変動

の影響を反映する。

■　オプション・リスクは、銀行またはその顧客がキャッシュ・フローの水準および時期を変更することを

認める、デリバティブ・ポジションまたはバランスシート・ポジションから生じる。オプション・リス

クは、自動オプション・リスクおよび行動オプション・リスクの2つの区分に分類される。

金利リスクは、ヘッジおよびその他の手法を用いて管理され、制限を通じて統制される。

 

b）グローバル金利リスクの管理および軽減戦略

目的

グローバル金利リスクの管理目的は、金利の下落による影響に対して、銀行の将来の利益を安定させるこ

とである。

金利が変動すると、資産および資金源の指数化の時期または種類にずれが生じ、純利息収入に影響する。

金利リスクの管理には、オンバランスシートまたはオフバランスシートの取引を利用し、結果的なこの利益

の変動を制限する。

グローバル金利リスクの監視範囲は、事業に金利リスクが伴う事業体で構成される。

■　LCLグループ

■　クレディ・アグリコル・エス・エー

■　国際リテール銀行（特にCAイタリア・グループ）

■　クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

■　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・グループ

■　クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング・グループ

■　CACEIS

■　アムンディ

保険事業の金利リスクについては、この事業部門専用の指標を用いて監視している。瞬間金利のショック

がソルベンシー2に基づく自己資本のレベルに与える影響は、クレディ・アグリコル・アシュランスの範囲で

測定される。この指標は、警告基準に組み込まれている。

 

制限システムおよびヘッジ慣行

制限の設定規則は、グローバル金利リスクに関するバーゼル3の第2の柱に従って銀行の純資産価額を確保

すること、および特定の満期時における大規模なリスクの集中を避けることで、長期間の純利息収入の変動

を制限することを目的としている。
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事業体および範囲レベルで設定された制限により、金利ショック時における、今後30年間の最大ディスカ

ウント損失および今後10年間または15年間の各年について最大年間損失の規模が制限される。

各事業体（クレディ・アグリコル・エス・エーを含む。）は、その制限および当行グループの基準に従

い、各事業体の資産負債管理委員会による監督の下で、各自のエクスポージャーを管理し、かかる財務組織

のこの手法に伴う金利リスクを、金融商品（オンバランスシートおよびオフバランスシート、先物またはオ

プション）を用いてヘッジしている。

当行グループの財務指導部門およびリスク部門は、主要な子会社の資産負債管理委員会に代表を派遣す

る。これらの代表は、当行グループ内で一貫した手法および実務が取られていることを確認し、各子会社の

事業体に課された制限の遵守状況を監視する。

グループ・リスク委員会による認証に加え、子会社、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレ

ディ・アグリコル・グループの制限は、各事業体の管理機関により承認されている。

制限は、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会により毎年見直され、承認されており、当行グ

ループのグローバル金利リスクに対するエクスポージャーを管理する。これらの制限は、金利リスク、イン

フレ・リスクおよびベーシス・リスクを管理する。

フランスにおいてLivret Aの設定に適用される規則に基づき、金利の一部は過去6ヶ月間の平均インフレ率

に連動する。その他の通帳の金利も、同じ6ヶ月間の平均インフレ率に連動する。この結果、当行グループ

は、これらのバランスシート項目に関連するリスクを、インフレ率を裏付けとする商品（オンバランスシー

トまたはオフバランスシート）を用いてヘッジしている。

 

ストレス・テスト

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループが経験し得る金利リスクに関する内部資本要件は、四半期

ごとの内部メカニズム（ICAAP（自己資本充実度に関する内部評価プロセス））により見積られる。これは、

経済的価値および収益の2つの方法で測定される。

経済的価値に対する影響は、以下を考慮して測定される。

■　金利上昇リスク（ギャップに基づいて計算）

■　自動オプション金利リスク（主としてキャップ・オプションおよびフロア・オプションのデルタ等価お

よびガンマ等価）

■　行動リスク（固定金利貸出金の期限前返済等）

■　金利リスクのエクスポージャー制限の潜在的消費

収益に対する影響は、純利息収入のシミュレーションを用いて計算される（下記を参照。）。

クレディ・アグリコル・グループは、欧州最大の銀行グループの1つとして、欧州銀行監督機構が実施する

規制ストレス・テストの対象となっている。金利リスクは、この種の定期的な演習の対象となるリスクの1つ

である。クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、結果としてこの演習に寄与している。

 

法定監査の役割

システムの頑健性を維持するために、以下の3層の独立した監視システムが確立されている。

■　グローバル金利リスクの測定システムは、継続的な統制プロセスの対象となっている。

■　グループ・リスク管理部門は、管理プロセスおよび新商品に関する意見を表明する。

■　内部監査部門は、様々な部門で定期的な検査を実施する。

 

資産負債管理委員会の役割および実務

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、クレディ・アグリコル・エス・エーの資産負債管理委

員会の監督の下、制限および内部基準に従いエクスポージャーを管理している。

ALMは、業務執行陣が委員長を務め、業務執行委員会の委員複数名とリスク管理部門の代表者が含まれ、
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■　各四半期の終了時における、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその主要な子会社の単独ポジ

ションならびに連結ポジションを調査し、

■　適用される制限の遵守を調査し、

■　資産負債管理部門が提案するクレディ・アグリコル・エス・エーのグローバル金利リスク・ガイドライ

ンを認証する。

グローバル金利リスクに関する各地域銀行の状況については、地域銀行のリスク委員会が、四半期に1回レ

ビューする。

 

適切なモデル認証に関する銀行の実務

当行グループの各事業が使用するモデルは、標準方法委員会が承認したモデル原則に従うことで一貫性が

確保されている。これらのモデルは、当該事業体の資産負債管理委員会の承認を受け、年1回妥当性評価の監

視を受けている。

地域銀行およびLCLの資産負債管理モデルは、クレディ・アグリコル・エス・エーが国家レベルで開発した

ものである。地域銀行内では同じ認証回路に従っており、現地で適用される場合はクレディ・アグリコル・

エス・エーに通知される。

モデルの妥当性は、過去のデータまたは現在の市場状況の検討を含め、年1回レビューされている。これら

は、国家モデルについてはクレディ・アグリコル・エス・エーのリスク機関、地域での適用については地域

銀行のリスク機関による独立したレビュー（「二重の目」として知られる。）の対象となっている。

 

c）金利リスク測定の指標および計算頻度

グローバル金利リスクは、静的および動的な手法を用いて定量化されている。

 

経済的価値を通じたアプローチ

金利リスクは、主に、金利ギャップの計算に基づいて測定される。

この方法では、認識された金利による残高、および契約条項（満期日、償却の概要）に応じた物価連動残

高を長期的に調整し（いわゆる「静的」プロセスとして知られる、マチュリティ・ラダー）、または以下の

場合に残高のフロー・モデルを検討する。

■　満期の概要が不明である場合（要求払預金、通帳口座または資本等、契約上の満期がない商品）

■　顧客に売却された行動のオプションが含まれる場合（債務の期限前返済、住宅購入貯蓄契約等）

自動オプション（キャップ・オプションおよびフロア・オプション）から生じるリスクは、その等価感度

のレベルでギャップに含まれる。これらのリスクの一部は、オプションに基づく商品を用いてヘッジされる

ことがある。

この測定システムは、すべての主要通貨（米ドル、英ポンドおよびスイス・フラン）に適用される。

銀行の経済的価値の感応度は、金利ショックが上記の金利ギャップの額に与える影響を要約したものであ

る。この感応度は、金利およびインフレ・リスク、ならびにベーシス・リスク（参照指標に応じて変動する

ショック）に対して計算される。

これらはそれぞれ、規制資本合計の割合を超えない制限という形での枠組みの対象となる。

ギャップは、クレディ・アグリコル・エス・エーのレベルで四半期ごとに連結される。一部の事業体、特

に主要な事業体は、それらの経営陣により要求されれば、より頻繁にギャップを測定する。経済的価値の感

応度も同じ頻度で計算される。

 

利益を通じたアプローチ

利益を通じたアプローチは、新たな生産の仮定を組み込んだ3年間の純利息収入のシミュレーションを予測

し、このバランスシートの不足分を補う（いわゆる「動的」アプローチ）。この方法は、欧州銀行監督機構

により実施されるストレス・テストの方法（すなわち恒常的な評価および満期を迎えた業務を等しく更新す

ること）に対応している。
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これらの利益を通じたアプローチの指標は枠組みの対象ではないが、金利リスクに関する内部自己資本需

要の評価の測定に寄与する。

この測定は、当行グループの主要な事業の範囲について、連結ベースで四半期に1回実施される。

 

d）内部測定に使用する金利ショック

経済的価値を通じたアプローチの指標

金利感応度の計算には、プラスまたはマイナス200ベーシス・ポイントの一様なショックが適用されてい

る。インフレ感応度については、プラスまたはマイナス125ベーシス・ポイントのショックが仮定されてい

る。

 

利益を通じたアプローチの指標

純利息収入の予測シミュレーションは、以下の6つのシナリオに基づいて実施される。

■　金利先渡しの実現（中立シナリオ）

■　金利に対するプラスまたはマイナス200ベーシス・ポイントのショック

■　金利に対するプラスまたはマイナス50ベーシス・ポイントのショック

■　インフレに対する125ベーシス・ポイントのショック

 

ICAAP

ICAAPに使用される測定は、PCA（主要構成分析）法を用いて調整されたイールド・カーブの歪みおよび第

2の柱に基づき測定されたその他のリスクの評価に使用されたものと一致した調整（信頼区間99.9％、過去の

観測期間10年）を組み込んだ、6つの内部シナリオに基づいている。

 

e）内部測定に使用するモデル化および範囲の前提

これらの資産負債管理モデルは通常、顧客の過去の行動パターンを統計的に分析し、定性的分析（経済お

よび規制背景、商業戦略等）を行うことで作成される。

モデル化では、主に以下に重点が置かれている。

■　要求払預金：過去に観測された残高の安定性を考慮に入れたアウトフロー・モデル。フランスの要求払

預金は歴史的に高い安定性を示してきたが、残高の一部（特に2015年度以降に形成されたもの）は金利

感応性が高く、安定性が低いとみなされている。

■　貯蓄勘定：商品の支払利息が市場金利に依存し、一部はインフレに依存することを反映したモデル。

■　満期の到来した貸出金：最長の固定金利の貸出金（主に住宅ローン）については期限前返済の強度が金

利水準に依存することを考慮したモデル。したがって、モデル化された期限前返済は四半期ごとに更新

される。

■　資本：純利息収入の安定化を目的とした戦略的慣行を反映したモデル。これは、資本の満期を事業体の

商業活動の満期と関連付けるものである。

 

f）金利リスク・ヘッジ

本項では、公正価値ヘッジおよびキャッシュ・フロー・ヘッジについて検討する。

グローバル金利リスク管理は、以下の2つのアプローチを調整することを目的としている。

 

銀行の純資産価額の確保

第一のアプローチは、資産および負債における金利の変動に対して敏感なオンバランスシートおよびオフ

バランスシート項目（または固定利付項目）を、金利の変動時における公正価値の変化を無効化するために

マッチングする。このマッチングをデリバティブ商品（主として固定金利スワップ、インフレ・スワップお

よび、程度は低いが市場オプション）によって行う場合で、ヘッジ対象（固定利付資産およびインフレ：顧
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客貸出金、固定利付負債およびインフレ：要求払預金および貯蓄預金）と特定されたかかるデリバティブ

（ミクロ公正価値ヘッジ）またはその集合体（マクロ公正価値ヘッジ）がIAS第39号に基づき適格であると

き、デリバティブは、公正価値ヘッジに分類される（それ以外の場合は、上記のとおり、これらのデリバ

ティブは、リスクのヘッジであっても、会計上は売買目的として分類される。）。

　マクロ・ヘッジの適合性をチェックするため、ヘッジ手段である商品およびヘッジ対象は、契約の特徴に

応じて、または一部のバランスシート・ライン項目（特に預金）については商品の金融的特徴および過去の

実績に基づく仮定を用いて、満期別に分類される。2つの残存期間（ヘッジおよびヘッジ対象）を比較するこ

とで、将来のヘッジを満期別および発生別に文書化することができる。

それぞれのマクロ・ヘッジ関係について、ヘッジの将来の有効性が年度末に測定される。これにより、各

満期グループのヘッジ対象の元本が、使用される金融ヘッジ・デリバティブの想定元本より大きいことが確

認される。したがって、過去の有効性は、期首におけるヘッジ残額の変動が事後的な過剰ヘッジを示してい

ないことを確認する際に、測定されることになる。無効性のその他の要因、すなわちOIS/BOR差異、信用評価

調整（CVA）／債務評価調整（DVA）および資金調達評価調整（FVA）も測定される。

 

利鞘の確保

第二のアプローチは、変動する金利指数に連動しているか、または将来のある時点の市場価格で借り換え

られることから、将来の金利見直しによって影響を受ける商品または関連バランスシート項目について、将

来のキャッシュ・フローの変化を無効化する必要がある。この無効化をデリバティブ商品（主として金利ス

ワップ）によって行う場合、かかるデリバティブ商品は、キャッシュ・フロー・ヘッジ（CFH）に分類され

る。またこの無効化は、バランスシート項目、または個別に認識される商品（ミクロ・キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ）、またはライン項目もしくは商品のポートフォリオ（マクロ・キャッシュ・フロー・ヘッ

ジ）についても行うことができる。公正価値ヘッジの場合と同様、これらのヘッジ関係の文書化および有効

性評価は、暫定的な満期に基づいている。

各ヘッジ関係について、ヘッジの将来の有効性が年度末に測定される。これにより、各満期グループの

ヘッジ対象の元本が、使用される金融ヘッジ・デリバティブの想定元本より大きいことが確認される。

下表は、キャッシュ・フロー・ヘッジによってカバーされるキャッシュ・フローの予測満期日別の金額を

表示したものである。

 

2024年12月31日現在

（百万ユーロ）

満期までの期間
1年未満

1年以上

5年未満
5年以上 合計

ヘッジ手段のデリバティブによるキャッシュ・フロー (668) (1,669) (618) (2,954)

 

g）規制測定のための主なモデル化および範囲の前提

上記e）に記載の内部測定に使用されるモデル化および範囲の前提は、以下を除き、規制測定にも適用され

る。

■　資本および所有割合、その他の資産ならびにその他の負債は、ギャップから除外される。

■　非満期回収期間の平均は5年に制限されている。

 

h）測定の意味

内部測定では、グローバル金利リスク・ポジションがクレディ・アグリコル・エス・エーが利用可能な資

本の額との関係で妥当であることが示されている。

200ベーシス・ポイントの金利変動および125ベーシス・ポイントのインフレに対する銀行の経済的価値の

感応度は、1十億ユーロまたは健全性資本合計の1.5％に相当する。
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下記EU IRRBB1に記載される規制測定は、重要な固定金利源を構成するクレディ・アグリコル・エス・エー

の資本
(1)

の除外により不利となっている。

 

i）その他の関連情報

主な国内回収商品の金利は、クレディ・アグリコル・エス・エーの金利委員会によって毎月更新される。

 

(注1)　金利上昇シナリオにおける正味現在価値で2.6十億ユーロと見積もられている。

 

3.7.2　金利リスクに関する定量的情報

下表は、様々な金利ショック・シナリオに対する経済的価値および純利息収益の感応度を示したものであ

る。

 

営業ポートフォリオ活動に関する金利リスク（表 EU IRRBB1）

 

資本の経済的価値の変動

（十億ユーロ）
2024年12月31日 2023年12月31日

1 パラレル・アップ (2.3) (2.6)

2 パラレル・ダウン 0.6 1.6

3 スティープナー (1.1) (0.7)

4 フラットナー 0.2 0.1

5 短期金利上昇 (0.3) (0.6)

6 短期金利下降 (0.2) 0.3

 

純利息収益の変動

（十億ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

1年目 2年目 3年目 1年目 2年目 3年目

1 パラレル・アップ 0.3 0.4 0.4 0.2 0.5 0.6

2 パラレル・ダウン (0.2) (0.3) (0.5) (0.1) (0.4) (0.5)

 

上記の純利息収益の感応度は、変動金利資産および負債（貸借対照表上のすべての変動金利商品につい

て、および固定金利商品の新規取引についてのみ）に市場金利変動の100％のパススルー率
(1)

を適用して計

算されており、要求払預金は現在の高い水準で維持されている。実際、純利息収入の変動は上記の結果が示

すよりも徐々に顕在化している。

住宅ローンに50％のパススルー率を適用し、無報酬の要求払預金の感応度を考慮すると、1年目、2年目お

よび3年目の感応度は、パラレル上方ショックのシナリオでそれぞれ0.2十億ユーロ、0.3十億ユーロおよび

0.3十億ユーロ、パラレル下方ショックのシナリオでそれぞれマイナス0.2十億ユーロ、マイナス0.3十億ユー

ロおよびマイナス0.3十億ユーロとなる。これらの影響は、過去の金利上昇の遅延の影響を捉えていない。

 

計算の前提

計算の前提および金利ショック・シナリオは、欧州銀行監督機構（EBA）が2022年10月20日に公表した「金

融機関の非トレーディング勘定活動における潜在的な金利変動から生じるリスクならびに信用スプレッド・

リスクの評価およびモニタリングの識別、評価、管理および軽減のための基準を定めるガイダンス」

（EBA/GL/202214）において定義されている。

 

経済的価値

EBAガイダンスでは、経済的価値の変動の計算方法が明記されている。これは、過去30年間のバランスシー

トに基づいて決定され、株主持分および固定資産の価値が除外される。金融機関以外の契約上満期のない預

金（要求払預金および貯蓄勘定）の満期の平均は5年に制限されている。
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ここでは、瞬間金利ショック・シナリオが考慮される。使用される金利ショックは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーがエクスポージャーを有する主要経済地域、すなわちユーロ圏、米国、スイスおよび英国に

対するものである。

 

（ベーシス・ポイント） ユーロ 米ドル スイス・フラン 英ポンド

パラレル・ショック 200 200 100 250

短期ショック 250 300 150 300

長期ショック 100 150 100 150

 

イールド・カーブ・シナリオのスティープニングおよびフラットニングは、満期に依存する金利ショック

を短期金利および長期金利の両方に適用する不均一なシナリオである。

ダウンサイド・ショック・シナリオを考慮した上で、満期に応じて変動する最低基準（中間期間は線形補

間にて、一日のマイナス150ベーシス・ポイントから50年の0ベーシス・ポイントまで）が金利に適用され

る。

 

純利息収益

純利息収益の変動は、バランスシートが一定であるため、満期となる取引を等しく更新すると仮定して、1

年、2年および3年の期間について計算される。ここでは、通貨に関係なく、50ベーシス・ポイントの瞬間金

利ショック・シナリオが考慮される。

2つのアプローチの間では、感応度は逆転する。すなわち、金利が上昇するとクレディ・アグリコル・エ

ス・エー・グループの経済的価値は低下するが、純利息収入は増加する。

金利が上昇した場合の経済的価値の低下は、将来の満期における固定金利資産の価値よりも固定金利負債

の価値が一般的に少ないことに起因する。

逆に、負債には金利上昇の影響を受けにくいまたは全く受けない株式および小口顧客資源（要求払預金お

よび規制貯蓄）が含まれるため、金利変動に対する更新された資産の感応度は、更新された負債のそれより

も高く、金利が上昇すると純利息収入は増加する。

(注1)　パススルー率は、市場金利の変動に対する顧客金利の感応度である。

 

3.8　報酬方針

規則（EU）第575/2013号（CRR）（その後の改正を含む。）によって義務づけられた報酬方針についての情

報 は 、 ク レ デ ィ ・ ア グ リ コ ル ・ エ ス ・ エ ー の ウ ェ ブ サ イ ト （ https://www.credit-

agricole.com/en/finance/financial-publications）に公表されている一括登録書類第3章に記載されてい

る。

 

3.9　暗号資産および関連事業に対するエクスポージャー

資産サービシング子会社であるCACEISが「デジタル資産」商品ラインを構築し、暗号資産の保管および口

座管理に特化したリスク方針を制定したことは注目すべきである。当該方針は以下を定めている。

■　自己勘定取引の除外

■　ブロックチェーンおよびデジタル資産の非常に限定された範囲

■　変更要請のガバナンスを強化し、すべてのサポート機能の承認を要すること

このデジタル・サービスの活動量は、現在は非常に限定的である（CACEISの預り資産総額5,000十億ユーロ

超と比較して約150百万ユーロ）。

 

上記のほか、下記「3　事業等のリスク」および「4　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析－(3) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照。
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２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

 

(1) ガバナンスおよびリスク管理

 
サステナビリティ・ガバナンス

取締役会

取締役会の構成および多様性

取締役会の構成

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等」－「(1) コーポレート・ガバナンスの

概要－取締役会の報告－取締役会の構成および機能に関する情報」および「(2) 役員の状況－会社役員の

役職および職務」を参照。

 

取締役会の多様性

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要

－取締役会の報告－取締役会の構成および機能に関する情報－ガバナンスおよび多様性に関する方針」の

「取締役会の多様性に関する方針」の項を参照。

 

取締役会の専門知識

取締役会の専門知識に関する要件

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要

－取締役会の報告－取締役会の構成および機能に関する情報－ガバナンスおよび多様性に関する方針」の

「見識および専門知識」の項を参照。

 

取締役会の年次評価

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要

－取締役会の報告－取締役会の構成および機能に関する情報－ガバナンスおよび多様性に関する方針」の

「見識および専門知識」および「取締役会の評価」の項を参照。

 

取締役会の研修

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要

－取締役会の報告－取締役会の構成および機能に関する情報－ガバナンスおよび多様性に関する方針」の

「取締役会の研修」の項を参照。

取締役会の研修プログラムは、(i）取締役が表明したニーズおよび／または要請、ならびに(ⅱ)インパ

クト、リスクおよび機会を含む当行グループの優先課題を考慮して策定される。

2024年度は、取締役会の全メンバーが以下の研修セッションに1つ以上参加した。

・　CSRDの規制上および戦略上の課題、ならびに当行グループにおける持続可能性報告の実施についての

作業の進捗に関する研修

・　生成的人工知能（AI）、グローバルコンテキスト、銀行部門の問題と課題、および利用の概要に関す

る研修

・　地政学上の課題に関する研修

・　イタリアに特化した研修：マクロ経済シナリオ、イタリアの銀行市場およびクレディ・アグリコル・

グループのポジション

以下の事項に関するものをはじめとした専門的な研修コースも行われた。

・　米国の法的特権枠組み、SNC（共有国家信用）プログラムおよび米国における気候問題に関する規制

（米国リスク委員会の委員を対象とする。）
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・　地域銀行の経歴を持たない新任の取締役を対象とした地域銀行での研修

2025年度の取締役会の研修プログラムには、個別研修または委員会ごとの研修に加えて、以下のテーマ

に関する集団セッションが含まれる。

・　DORA規制に焦点を当てた規制およびコンプライアンスに関連するニュース

・　同業他社のベンチマークおよび当行グループにおける生成AIの使用に関する進捗報告を含む、デジタ

ル技術およびAIに関する最新情報

・　銀行事業の統合との関連において、フランスおよびヨーロッパ内で顧客重視のユニバーサル・バンキ

ング・モデルの展開が直面する課題に関するセッション

この2025年度の研修プログラムは、時事的問題に合わせて更新される場合がある。取締役会の集合研修

セッションは、社内および／または社外の専門家が指導していることに留意すべきである。

 

会社役員に関する追加情報

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(2) 役員の状況－会社役員の役職およ

び職務」を参照。

 

会社役員の委任および役職

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(2) 役員の状況－会社役員の役職およ

び職務」を参照。

 

インパクト、リスクおよび機会の監視における取締役会の役割

コーポレート・ガバナンスにおける責任の割当

取締役会と業務執行陣の権限の分担は、定款第15条ないし第17条に規定されており、これらの規定はク

レディ・アグリコル・エス・エーの本店およびウェブサイト（www.credit-agricole.com）でも閲覧可能で

ある。

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要

－取締役会の報告－取締役会の構成および機能に関する情報－フランス商法第L.225-37-4条および第L.22-

10-10条に規定されるその他の情報」の「取締役会の多様性に関する方針」の「取締役会により最高経営責

任者の権限に課された制限」、「会社役員と子会社との間の契約」および「関連当事者との契約および経

常的取引に関して通常の条件で締結された契約の監査手続」の項を参照。最後に、「第5 提出会社の状況

－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要－取締役会の報告－2024

年度の取締役会－取締役会の活動」の「関連当事者との契約」の項を参照。

 

取締役会および専門委員会における持続可能性に関する事項の統合

取締役会は、以下の場合、全体会議において、社会および環境の問題への当行の事業における取組みお

よびプロジェクトの一貫性を確認する。

・　戦略的プロジェクトを検討する場合

・　採択を受けるために提出されたリスク管理の枠組みを検討する際、関連する活動の範囲が正当である

場合、特に気候および環境のリスクが考慮されていることが確認される場合

また、取締役会の決定を受けるために提出される事項は、取締役会の審議の準備および／または取締役

会への意見および提案の提出を任務とする7つの専門委員会の1つ以上によって事前に検討される。環境お

よび社会分野については、クレディ・アグリコル・エス・エーは2つの委員会に特定の責任を割り当てるこ

とを選択した。

・　株主総会前の気候戦略モニタリングを含むESG方針の検討は、社会的コミットメント委員会に委ねられ

ている。
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・　非財務情報の検討、特にクレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループ

の持続可能性報告の作成および監視は、監査委員会に委ねられている。

これらの特定の責任にもかかわらず、取締役会は、テーマに応じ、専門委員会のほとんどが関与するCSR

問題に対しては部門横断的なアプローチを維持するという意欲を再確認した。専門委員会は、特に以下の

分野に関与している。

・　気候リスクがポートフォリオに与える影響についてはリスク委員会

・　業務執行役員のESGパフォーマンスの評価については報酬委員会

・　当行グループ内の倫理文化の促進については指名・統治委員会

・　外部成長事業のESGリスクの理解については戦略委員会

 

取締役会および取締役会の専門委員会の活動

すべての取締役会の監督活動は、「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1)

コーポレート・ガバナンスの概要－取締役会の報告」－「2024年度の取締役会」、より具体的には「取締

役会の専門委員会の活動」に規定されている。

専門委員会のレビュー、アドバイスおよび／または提案を受け、持続可能性に関連して取締役会が検討

した主な事項は、以下のとおりである。

1．監査委員会による分析後：

・　持続可能性に関する情報の認証のため、PWCとフォーヴィス マザーの2社を共同法定監査人として任命

・　社会的コミットメント委員会と連携した、持続可能性報告の作成プロセス、特に持続可能性に関する

情報の認証者のタスクプランの監視

2．リスク委員会による分析後：

・　グループ・リスク部門の下で調整され作成された年次内部統制報告書および半期ごとの内部統制報告

書

・　リスク・ダッシュボードならびにITおよびサイバー・セキュリティのリスクの監視に加え、信用リス

ク、市場リスクおよび業務・安全性リスクの変動

・　当行グループの主な活動分野におけるリスク負担に関するリスクの枠組みの承認

・　法令遵守／法務に関する事項：法令遵守に関する半期および年次報告書、係属中の訴訟および行政審

議の進捗

3．戦略委員会による分析後：

・　買収・売却案（上記参照。）

4．報酬委員会による分析後：

・　業務執行役員の報酬に関する事前および事後投票の一環として株主総会に提示された、ならびに提示

される予定のCSR業績基準に加え、規制条項を考慮した、業務執行会社役員（会長、最高経営責任者お

よび最高経営責任者代理）の固定報酬、個人の年間変動報酬、ならびに年間変動報酬を決定するため

に使用される条件および基準

・　業務執行会社役員の年間変動報酬・長期報酬に関する環境基準、および「セルクル1」の業務執行役員

の長期変動報酬に関する社会的CSR基準の見直し

・　従業員のために留保される増資

・　給与透明性指令の施行に向けた準備に関する最新情報

5．指名・統治委員会による分析後：

・　取締役会の運営および個人や全体としての専門知識に関する自己評価の結果、ならびにガバナンスを

向上させるために可能な方法

・　AFEP/MEDEF規約に従った取締役の独立性および同規約の不遵守事項

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの主要な役割の継承計画に関する業務の進捗

・　取締役会および特定の専門委員会の手続規則、特に持続可能性に関する情報に関係するものの更新
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・　クレディ・アグリコル・エス・エー親会社における業務上のジェンダー間の平等および同一賃金、な

らびにクレディ・アグリコル・エス・エー・グループ・レベルで行われた業務上のジェンダー間の平

等性、多様性および経営組織への登用における平等の促進プロジェクトに関する方針

・　倫理文化の展開および評価に関するグループ法令遵守責任者の年次公聴会

6．社会的コミットメント委員会による分析後：

・　2023年度の非財務業績報告書（SNFP）

・　取締役会が承認したコーポレート・ガバナンスに関する報告書の一部を構成する警戒計画のレビュー

・　クレディ・アグリコル・グループの脱炭素化の軌道を監視するツールであるクライメート・ダッシュ

ボード

・　財務予算に含まれる、2024年度の炭素予算

・　「一般炭」および「石油・ガス」部門別方針の更新、ならびに「森林破壊と生態系の転換」部門別方

針の採択

7．取締役会が検討するその他の事項：

・　現代奴隷法に基づく英国当局への年次報告のレビュー

・　関連当事者契約の承認

 

事業活動における取締役会の役割

「第5 提出会社の状況－3 コーポレート・ガバナンスの状況等－(1) コーポレート・ガバナンスの概要

－取締役会の報告－取締役会の専門委員会の活動－指名・統治委員会」を参照。

取締役会の手続規則に含まれる、「クレディ・アグリコル・グループの倫理規約」および「クレディ・

アグリコル・エス・エーの取締役の行動規範」を参照。これらの規定はクレディ・アグリコル・エス・

エーの本店およびウェブサイト（www.credit-agricole.com）でも閲覧可能である。

取締役会の業務執行に関する専門知識については、「取締役会の専門知識」を参照。

 

エグゼクティブ・ガバナンス

業務執行委員会のメンバーは17名であり、以下に記載されている。

 

2025年1月1日現在の業務執行委員会の構成

 

最高経営責任者 フィリップ・ブラサック

最高経営責任者代理、ユニバーサル・バンキング責任者 オリヴィエ・ガヴァルダ

最高経営責任者代理、指導および管理部門責任者 ジェローム・グリヴェ

最高経営責任者代理、大口顧客責任者 グザヴィエ・ミュスカ

アムンディ最高経営責任者 ヴァレリ・ボードソン

最高リスク責任者 アレクサンドラ・ボレスワフスキ

サステナビリティ＆インパクト部門最高責任者 エリック・カンポ

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの人事部

長

ベネデイクト・クレティアン

クレディ・アグリコル・アシュランス最高経営責任者 ニコラ・ドゥニ

秘書役 ヴェロニク・フォジュール

ジェネラル・マネージャー代理、顧客および開発部門責

任者

ジェラルド・グレゴワール

LCL最高経営責任者 セルジュ・マグドレーヌ

クレディ・アグリコル・イタリア責任者 ジャンピエロ・マイオリ
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ジェネラル・マネージャー代理、技術、デジタルおよび

支払部門責任者

ジャン－ポール・マゾワイエ

クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス＆モ

ビリティ最高経営責任者

ステファン・プリアミ

内部監査責任者 ロランス・ルノー

法令遵守責任者 ユベール・レニエ

 

業務執行委員会は、5名の女性と12名の男性で構成されており、女性は約29％、男性は約71％となってい

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーにおいては、業務執行委員会が、取締役会によって策定されたガイ

ドラインの運用実施を管理している。インパクト、リスクおよび機会の管理、統制および監視という任務

を遂行するために、業務執行委員会はCSRDの期待に応えるべく追加の任務と役割が与えられた既存の委員

会に依存している。

ESG戦略委員会は、ESG戦略の構成要素を検討し、それらを取締役会の社会的コミットメント委員会に提

案し、承認を得る。この任務には、セクター固有の方針の承認、ESGコミットメント（気候変動、顧客の移

行のサポート、商品およびサービスの利用可能性を含む。）の実施状況の監視、デリケートな問題に関す

る意思決定、CSRの観点から非常にリスクの高い分野の検討、ESG格付に関する情報の提供、および論争の

取扱い等が含まれる。CSRDの枠組みの中で、ESG戦略委員会の権限に2つの任務が追加された。それは、ク

レディ・アグリコル・エス・エーのダブルマテリアリティの分析および持続可能性報告の承認である。こ

の委員会は2ヶ月に1回開催され、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者、3名の最高経営責

任者代理、サステナビリティ＆インパクト部門最高責任者、アムンディおよびクレディ・アグリコル・ア

シュランスの最高経営責任者、グループ最高リスク責任者、グループ法令遵守責任者およびクレディ・ア

グリコル・エス・エーの秘書役で構成されている。

2022年度に設立された当初、ネット・ゼロ・スポンサー委員会は、ネット・ゼロ軌道を設定する作業を

主導していたが、その責任はクレディ・アグリコル・グループ全体のCSRD方針の承認を含むまでに拡大し

た。地域銀行の会長が委員長を務めるこの委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーの主要子会社の

最高経営責任者、地域銀行の代表およびクレディ・アグリコル・エス・エーの代表で構成されている。現

在、毎月会議が開催されているが、必要に応じて変更される場合がある。

最後に、包括的サステナブル・ファイナンス規制委員会は、サステナブル・ファイナンスに関連するす

べてのプロジェクトを調整する。指導および統制を担当するクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経

営責任者代理が委員長を務め、子会社および事業部門の業務執行陣の代表者から構成されているこの委員

会は、サステナブル・ファイナンス規制に関する当行グループの基準を承認し、その実施を監視する。こ

の委員会は、2ヶ月に1回開催されている。

さらに、各事業部門においては、業務執行委員会は専門委員会によって代表されており、専門委員会

は、範囲内のインパクト、リスクおよび機会を監視・検証し、ならびにその結果として生じる方針、行動

計画および目標を監督する責任を負う。これらの様々な委員会は、事業部門に関する意思決定委員会であ

り、一般的には、最高経営責任者、最高経営責任者代理または関連するジェネラル・マネージャー代理が

委員長を務める。当該事業部門に関する主な委員会は以下のとおりである。

・　クレディ・アグリコル・エス・エーのグループ法令遵守管理委員会は、倫理、利益相反の回避、汚職

対策、金融犯罪対策、内部告発者の保護および市場濫用の検知等の分野における法令遵守政策の策

定、展開および監視に関与している。この委員会は毎月開催され、これらの政策、事件、進展の最新

情報を定期的に入手し、検証プロセスに関与している。

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの人事方針は、クレディ・アグリコル・エス・エーの人事担当取

締役委員会（毎月開催）等の意思決定機関により監視されており、この委員会は、人事方針を決定し

承認する。
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・　責任ある購入方針に影響を与える戦略および決定は、グループ・レベルで機能横断的な組織である戦

略的購買委員会の責任であり、2024年度に10回実施された。この委員会は、地域銀行の会長、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよび地域銀行の子会社の最高経営責任者、クレディ・アグリコル全

国連合（FNCA）およびクレディ・アグリコルの代表者で構成されている。

・　業務執行委員会に報告するグループ・セキュリティ委員会（CSG）は、当行グループにおけるセキュリ

ティ・ガバナンスの包括組織である。この意思決定委員会は、セキュリティ戦略を策定し、情報シス

テムのセキュリティの分野における当行グループの統制レベルを評価する。

当行グループのダブルマテリアリティ手法を構築するためのこの試験的な演習では、インパクト、リス

クおよび機会について、包括的サステナブル・ファイナンス規制委員会および各専門分野に応じた主要な

専門委員会により綿密な検討が行われた。
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インパクト、リスクおよび機会の管理

重大なインパクト、リスクおよび機会を特定、評価するための手続に関する記述

概要

持続可能性基準に従って、ダブルマテリアリティの実践では、重大なインパクト、リスクおよび機会

（IROs）を特定することにより、持続可能性報告で開示する情報を決定する。その分析範囲には、自社の

事業（連結範囲）およびバリューチェーン（上流／下流）が含まれる。その分析は、2つの側面に焦点を当

てている。それは、インパクトマテリアリティ（クレディ・アグリコル・エス・エーの活動が利害関係者

または環境に与える影響）および財務マテリアリティ（持続可能な開発問題がクレディ・アグリコル・エ

ス・エーおよび財務実績に与える影響）である。その2つの側面のうち1つ以上がマテリアルである場合

に、IROはマテリアルである。

当行グループのマテリアリティの分析手法に関しては、サステナビリティ＆インパクト部門が責任を

負っている。この手法は、主な貢献部門であるグループ・リスク管理部門、法令遵守部門、グループ購入

部門およびグループ人事部門との共同開発である。この手法は、ダブルマテリアリティ
(1)

の実践に貢献す

るすべての事業体に適用される。

インパクト、リスクおよび機会（IROs）のリストは、クレディ・アグリコル・エス・エーの中央部門

（サステナビリティ＆インパクト、リスク、法令遵守、人事、購買、広報、デジタル変革およびIT）によ

り策定されている。その際、当グループ内で既に機能している内部プロセス（業務リスク・マッピング、

注意義務およびECBの期待に沿ったリスクへの取り組み等）を活用し、活動（資金調達、投資および保

険）、当行グループのバリューチェーンおよび当行グループが業務を行う規制環境を考慮している。一定

のリスクは、特定された影響（たとえば、当行グループの活動が気候に及ぼすマイナスの影響により、評

判リスクが生じる場合がある。）およびESRSにより取り上げられた問題への依存性の分析（たとえば、気

候変動の影響により混乱が生じる可能性がある部門への当行グループのエクスポージャーにより、気候変

動の課題に関する物理的リスクが特定できる。）に基づいて特定されている。IROsのリストには、現行の

ESRSsおよび当行グループが特定した特定のテーマが含まれており、今後の会計年度におけるESRSsの状

況、規制または範囲の変更を考慮して更新される場合がある。

ESRSは、マテリアリティを測定する際に考慮すべき基準を設定している。

マイナスの影響は、以下の2つの観点から評価される。

・　発生可能性（潜在的な影響のみ）

・　以下により構成される深刻度

・　規模：人々または環境に対するマイナスの影響の規模

・　範囲：影響の範囲

・　救済困難性：マイナスの影響を是正できるかどうか、またどの程度是正できるか。

プラスの影響は、以下の2つの観点から評価される。

・　発生可能性（潜在的な影響のみ）

・　以下により構成される深刻度

・　規模：人々または環境に対するプラスの影響の規模

・　範囲：影響の範囲

リスクおよび機会は、以下の2つの観点から評価される。

・　発生可能性

・　財務的影響の潜在的規模

ESRSは標準的な格付尺度を設定していない。これらは、できる限り既存の尺度を基に策定されており、

各事業体は自社の尺度または閾値に適応させて適用している。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 409/1736



各インパクト、リスクおよび機会の基準に対する格付が確定すると、各IRO
(2)

に対してマテリアリティ

スコアが算出され、当行グループのマテリアリティの閾値と比較される。マテリアリティの閾値
(3)

は、イ

ンパクト、リスクおよび機会がマテリアルである時点である。IROsは、マテリアルである／マテリアルで

ないという点以外では優先順位付けされていないことに留意すべきである。

業務上の観点から、当行グループのダブルマテリアリティの実践に貢献する各事業体は、その範囲内の

IROsを格付し、各事業体における既存のプロセス（業務リスク・マッピングおよび警戒義務等）に可能な

限り依存する、または外部の研究（IPCC報告書、ECBガイド、ESMAの研究およびフランス銀行等）を利用

し、内部業務の専門家（気候、自然、購買、法令遵守およびサイバー・セキュリティ等に関する）の意見

を参考にしている。その後、各事業体のガバナンスにより結果が検証され、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーに送付され、フィードバックを統合し、結果をレビューする。

次に、格付については、格付作業に参加したクレディ・アグリコルのすべての中央部門により批判的に

検討される。次に、中央部門は、事業者の格付に関する専門家の評価に基づいてグループ・レベルで統合

し、マテリアリティを決定する。そして、ESG戦略委員会が結果を検証する。

規制に従って、重大なインパクト、リスクおよび機会は、その後の状況、規制および範囲における変更

を考慮し、毎年更新されなければならない。今回の更新は、前年度の会計年度においてマテリアルと定義

されたリスクに焦点を当て、格付の見直しが必要である新たな状況要因を考慮に入れている。

サステナビリティ・リスクは、他の種類のリスクと同じ原則に従って管理され、クレディ・アグリコ

ル・グループの総合的なリスク管理のプロセスに統合される。

次年度には、影響を受ける利害関係者との協議に関する具体的な取り決めを含むダブルマテリアリティ

の評価プロセスを策定する予定である。

 

(注1)　連結賃借対照表の閾値である5十億ユーロを超え、かつ、当グループが策定するバリューチェーンの一部を構成す

る子会社：アムンディ、クレディ・アグリコル・CIB、クレディ・アグリコル・アシュランス、クレディ・アグ

リコル・イタリア、クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリング、CACEIS、クレディ・アグリ

コル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ、LCLおよびクレディ・アグリコル・バンク・ポルスカ

(注2)　各格付基準は1から4の尺度で評価され、スコアは以下のとおり決定される。リスクに関しては、発生可能性スコ

アに財務的影響の潜在的規模のスコアを乗じたものがスコアとなり、最大スコアは16となる。インパクトに関し

ては、発生可能性スコアに規模、範囲および救済困難性スコアの最大値として定義される深刻度スコアを乗じた

ものがスコアとなる。このようにして得られたスコアは、最大で16である。

(注3)　マテリアリティの閾値の詳細：マテリアリティの閾値は、最大スコアの半分、すなわち8（以上）に設定されてい

る。

 

(2) 戦略ならびに指標および目標

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの基本戦略

レゾンデートルを指針として、クレディ・アグリコル・エス・エーは、すべての販売チャネルを通じて、

すべての領域において、すべての顧客のニーズを満たすことを目的とした顧客中心の共通のバンキング・モ

デルを展開している。クレディ・アグリコル・エス・エーは、主力事業である資産収集、リテール・バンキ

ング、専門金融サービス、大口顧客、専門事業および子会社により構成された幅広い金融商品およびサービ

スを提供している。

上記事業は、以下の分野の個人、専門家、事業および地方自治体である顧客にそれぞれの商品およびサー

ビスを提供している。

・　人生のあらゆる段階における顧客に対するサポートおよび助言の提供

・　資金調達、貯蓄および保険ソリューションの提供

・　投資ソリューションの開発

・　補完的サービス（決済手段、不動産、モビリティ、健康など）

提供される商品およびサービスは以下のとおり要約される。
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・　銀行口座および支払いの管理

・　資金調達活動

・　保険：生命保険および損害保険

・　貯蓄および投資ソリューション

・　コンサルティングサービス

・　専門サービス：リーシング、ファクタリング

商品およびサービスならびに対象顧客は、「第2 企業の概況－3 事業の内容」に詳述されている。

クレディ・アグリコル・グループは、サステナビリティ戦略を実行するために、2021年12月1日、クレ

ディ・アグリコル・グループの戦略的ビジョンの社会的側面および環境的側面を具体化した社会的プロジェ

クトを公表した。この野心的な計画は、基礎となる3つの柱を中心に構築されており、社会の利益のために行

動する当行グループの取組みを反映している。

第1に、当行グループは、低炭素経済の推進に注力することで気候問題に取り組んでいる。当行グループ

は自身をエネルギー移行の融資における重要なプレイヤーと位置づけ、気候非常事態の側面をすべての活動

に組み込むよう事業部門を展開し、革新的で環境に配慮したプロジェクトを支援しながら、カーボンフット

プリントの削減に努めている。

第2に、クレディ・アグリコルは、社会的結束および包摂に重点的に取り組んでいる。クレディ・アグリ

コルは、金融不安に対処するための取組みを策定し、リテール銀行としての役割を強化することにより、す

べての人のための銀行サービスを推進している。

最後に、クレディ・アグリコル・グループは、農業および農業食品の移行の支援に尽力している。クレ

ディ・アグリコル・グループは、環境を尊重した持続可能な実務を推進しながら、経済および食料主権に必

要不可欠なこうしたセクターにおける革新および競争力を支援している。

この社会的プロジェクトにより、クレディ・アグリコルは、社会に対する責任を認識し、よりサステナブ

ルで包摂的な未来に積極的に貢献すると決意した献身的な利害関係者としての自身の役割を再確認してい

る。

 

社会的プロジェクトに対する10の共通の取組み

気候および低炭素経済への移行に関する対策の実施

・#1　当行のフットプリントおよび投資・融資ポートフォリオを通じた2050年度までのカーボン・ニュート

ラルへの貢献

・#2　エネルギー移行における顧客への助言および支援

・#3　企業および農業従事者へのすべての融資の分析への非財務パフォーマンス基準の組込み

結束および社会的包摂の強化

・#4　社会的包摂およびデジタル包摂を促進し、経済的および社会的変化に対応するために、いかなる顧客

も除外しない幅広い商品およびサービスの提供

・#5　最も脆弱な地域の活性化および社会格差の是正の支援

・#6　雇用および訓練を通じた若年層の統合の促進

・#7　すべてのクレディ・アグリコルの事業体全体およびガバナンス内におけるジェンダー間の平等および

多様性の増進

農業および農業食品の移行の達成

・#8　競争力のあるサステナブルな農業食品に向けた技術発展の支援

・#9　フランスの農業の気候変動対策への積極的な貢献の実現

・#10　食料主権の強化への貢献

 

クレディ・アグリコル・エス・エーのサステナビリティ戦略は、当行グループの社会的プロジェクトの一

部であり、すべての人がアクセス可能な進歩を実現し、主要な社会的変革を支援するという当行グループの
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実用性および普遍性目標を完全に組み込む。「2025年度意欲」を正式決定することで、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーは、社会にとって有益であるというコミットメントを表明し、数年間にわたるロードマップ

を定めた。これにより、短期および中期の課題と長期の課題の収束が促され、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、顧客および社会に対してサステナブルな価値を創出することで、その発展を追求することが可

能になる。

このようにして、クレディ・アグリコル・エス・エーは、そのすべての商品およびサービスを通じて、環

境的移行（エネルギー、住宅、モビリティなど）および社会的移行（包摂、健康、ウェルエイジングなど）

においてすべての顧客を支援している。サステナビリティ戦略は、以下の5つの柱に基づいている。

・　社会的プロジェクト戦略およびその実施に特化したガバナンス

・　顧客および社会の利益のための法令遵守

・　科学的事実に基づく環境戦略

・　実用性および普遍性による社会戦略

・　農業および農業食品セクター向けの支援戦略

 

(3) 人的資本

 

ヒューマン・セントリック・プロジェクト、クレディ・アグリコル・エス・エーの目標の主な推進要因

クレディ・アグリコル・エス・エーは、顧客および社会の利益のために日々業務を行うために、中期計

画、顧客プロジェクト、社会的プロジェクト、およびヒューマン・セントリック・プロジェクトを中心に活

動を調整している。

クレディ・アグリコル・エス・エーの組織、経営および文化の変革は、従業員主導の行動に依拠してお

り、顧客プロジェクトでは関係性の向上、ヒューマン・セントリック・プロジェクトでは権限付与を受けた

チームの育成、社会的プロジェクトでは社会貢献の強化に依拠している。

ヒューマン・セントリック・プロジェクトは、地域の人材の説明責任に焦点を当て、明確な委任の枠組み

内で行動する訓練を受けた独立した担当者に顧客が恒久的にアクセスできるようにすることを目的としてい

る。同プロジェクトは、「責任ある人間が必要である」という深い信念を基礎としている。顧客プロジェク

トおよび社会的プロジェクトの開発において、研修活動および検証がそれらを支援するチームおよび個人に

より実施されている。

ヒューマン・セントリック・プロジェクトは、個人および集団の責任を当行グループの経営、文化および

人間的な変革の中心に置いている。同プロジェクトでは、従業員の個人的および集団的な取組みおよびパ

フォーマンスを評価する。また、学びを基盤とした企業文化を通じて、従業員のスキル開発を促進し、幅広

いキャリアおよび異動の機会を提供する。

絶え間なく変化する環境において、複数の変革（デジタル、環境、社会）に直面する中、クレディ・アグ

リコル・エス・エーは、世界中の全従業員に対して責任ある雇用主として行動する。

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは、UNIグローバル・ユニオンのグローバル協定に署名するこ

とで、事業活動を行うすべての市場において、国内の雇用、結社の自由、団体交渉協定、および衛生・安全

規制に関するすべての法律、ならびに国際的に認められた人権および適用法の尊重に対する誓約を再確認し

た。クレディ・アグリコル・エス・エーは、人権関連リスクの管理システムにおける重要な要素として、従

業員の訓練を推進することにも取り組んでいる。倫理規約において、クレディ・アグリコル・エス・エー

は、世界中のあらゆる地域で、基本的人権および社会権を尊重して活動を行うことを改めて表明している。

行動規範では、「当行の従業員間、または当行のすべての利害関係者との関係において、人権および人々の

基本的な社会権を厳格に適用しなければならない」とも規定している。したがって、そのグローバル協定の

一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーは、今後も引き続き以下のことを行うことを確認する。

・国連のビジネスと人権に関する指導原則を尊重する。
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・国連のビジネスと人権に関する指導原則の指針に従い、自らの活動や事業が人権に及ぼす可能性のあるあ

らゆる潜在的な悪影響を防止し、軽減し、また該当する場合にはその是正に努めるための独自の合理的な

措置を実施する。

・1998年6月18日に採択された、労働における基本的原則および権利に関する国際労働機関（ILO）宣言と、

これに対応する条約の規定を尊重する。これには、すべての従業員の団結権、労働組合への加入権および

団体交渉権が含まれる。

・OECD多国籍企業行動指針（2011年）ならびに多国籍企業および社会政策に関する原則の三者宣言（ILO、第

5版、2017年）を遵守する。

最後に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、事業活動を行うすべての国において、国際法および国内

法、ならびに協定の規定を尊重し、すべての従業員に公正な雇用条件および労働条件を確保することを誓約

している。

 

HR方針の様々な要素

責任ある雇用主としての約束を強化し、長期的に定着させるため、クレディ・アグリコル・エス・エーの

取組みは、人事部門が特定した影響、リスクおよび機会に対応するための以下の5つの主要な柱を中心として

いる。

1．人材開発：クレディ・アグリコル・エス・エーは、従業員の雇用適性および職務上の流動性を確保

し、また、リーダーシップを確立するために、継続的な研修およびスキル開発を推進している。

2．社会対話：クレディ・アグリコル・エス・エーは、建設的で、人権、結社の自由、労働組合権を尊重

し、従業員の声に積極的に耳を傾ける、充実した社会対話を奨励している。

3．多様性および包摂：クレディ・アグリコル・エス・エーは、あらゆる形態の差別を断固として拒否

し、機会均等を推進することを可能にする、組織のすべての階層で適用される包摂的な方針を追求してい

る。

4．労働環境：クレディ・アグリコル・エス・エーの社会的方針は、従業員の安全を保証し、従業員の健

康、生活の質および労働条件を確保する労働および雇用条件をクレディ・アグリコル・エス・エーが提供す

ることを保証している。

5．業績と報酬：クレディ・アグリコル・エス・エーの報酬方針は、説明責任および透明性の価値観に基

づいており、これにより、国際基準を尊重しながら、当行グループの従業員が成果に応じた公正な報酬を受

けることができる。

人事部門は、指標を継続的に改善して目標を定めている。

 

３ 【事業等のリスク】

 

上記「1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」－「1．クレディ・アグリコル・エス・エーのリ

スク要因」および「2．リスク管理」を参照。

 

４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 業績等の概要

 
下記「(3)　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照。

 

(2) 生産、受注及び販売の状況

 
該当事項なし。
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(3) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

 

業務および財務情報

 

クレディ・アグリコル・エス・エー連結財務書類の表示

 

＜会計方針および原則の変更＞

会計方針および原則の変更は、2024年12月31日に終了した年度の連結財務書類の注記1（「第6　経理の状

況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－(3)

連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

＜連結範囲の変更＞

連結範囲の変更は、2024年12月31日に終了した年度の連結財務書類の注記2および注記12（「第6　経理の

状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.　連結財務書類－

(3) 連結財務書類に対する注記」）に記載されている。

 

経済および財務環境

 

＜2024年度の振返り＞

ディスインフレおよび金融緩和の傾向が継続

世界情勢は依然として対立や緊迫が続き、2022年2月および2023年10月にそれぞれ始まったウクライナお

よび中東での戦争など、深刻な地政学的緊張および継続中の紛争が特徴的であった。これらの紛争の勃発に

より、特に穀物、ガス、海運の川上価格に緊張が生じた。これらの急激な価格上昇は、コロナ後の回復によ

るインフレ要因（需要（力強い回復）と供給（逼迫）への圧力、供給の問題や混乱、労働市場参加率のパン

デミック前の水準への回復の遅れ（労働力不足、賃金圧力）など）と重なった。

このショックの組み合わせにより、世界的なインフレ率が急激に上昇し、2022年10月には10.3％に達した

（年平均で2021年の3.8％に続き、2022年は8.7％であった。）。この高いインフレ率、ならびに物価・賃金

のスパイラルおよび持続的な高水準のインフレ率を回避するためにインフレ期待を速やかに鎮静化する必要

性から、急激な金融引締めが行われた。米国連邦準備銀行およびECBは、それぞれ2022年3月および7月に強力

な利上げサイクル（それぞれ約15ヶ月間で525ベーシス・ポイントおよび450ベーシス・ポイントの引上げ）

を開始した。川上でのショックの吸収、労働市場の正常化および金融引締めの効果により、2023年度から

ディスインフレが発生した（世界の平均インフレ率は6.9％）。世界の成長率は全体として堅調に推移した。

2024年度は、サービス価格の回復がほぼ同様に広がっていたものの、広範なディスインフレが続いている

こと（世界の平均インフレ率は5％、12月は前年同月比で4.5％）が特徴的であった。主要中央銀行は、政策

金利をしばらく高い水準に維持した後、夏に利下げを開始した。ECBが預金金利を（2024年12月の再融資金利

3.15％に対して3％に）150ベーシス・ポイント引き下げた一方で、米国連邦準備銀行はフェデラル・ファン

ド・レートの誘導目標を100ベーシス・ポイント引き下げた（2024年12月の上限は4.50％）。大いに期待され

ていたこの金融緩和は、依然として堅調な世界成長を支えた（高いインフレ率とそれに続く厳しい金融環境

にもかかわらず、景気後退は回避された。）が、その全体的な回復力は、依然として非常にばらつきのある

パフォーマンスを相殺した。

 

全体的に底堅い成長率がパフォーマンスのばらつきを相殺

米国では、2024年度に経済が再びその強靭さを示し、成長率は予想を上回るペースで推移し、年平均で

（2023年度の2.9％に続き）2.8％となった。一部の弱い集団（低所得世帯、純資産がマイナスの世帯、中小

企業、高金利の影響を受けやすい脆弱な労働者）は存在するものの、金融および財政の引締めは、金融危機
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後のバランスシート（企業および家計）の全体的な健全化により、広範にわたる抑圧的な影響は及ぼさな

かった。雇用市場は減速の兆しを見せたが、これは深刻な悪化というよりも、過熱した時期を経て正常化し

つつあることを示している。失業率は、わずかな上昇にとどまった（1年前の3.8％と比較して2024年12月末

時点は4.1％）。最後に、前年比のインフレ率が9月から非常に緩やかに上昇し、12月には2.9％に達したこと

から、ディスインフレの最後の1マイルが最も難しいことが確認された。

中国では、不動産市場は未だ安定しておらず、支援策（住宅ローン金利の引下げ、準備預金率の引下げに

よる流動性の確保、一定期間空室の不動産や建設中の不動産を買い戻すための支援基金の創設）は期待され

たほどの信頼回復には至っていない。家計は予備的貯蓄を維持することを優先したため、消費が低下し、内

需の低迷が強いデフレ圧力を生み出し続けた。前四半期の成長率（前年同期比5.4％）が予想を上回ったこと

で、年平均成長率は政府目標の「5％前後」に達した。しかし、インフレ率（2024年度は0.2％）は依然とし

て中央銀行の目標である3％を大きく下回っている。

フランスでは、2023年度と同様に2024年度の成長率は1.1％であった。しかし、インフレ率は2023年度の

4.9％から急激に低下し、年平均で2％となった。このディスインフレは、家計の購買力向上につながったも

のの、消費の急増にはつながらなかった。そのため、家計の貯蓄率は、年平均で、2023年度の17％未満およ

び健康危機以前（2015年度から2019年度）の14％と比較して18％に増加した。2024年度の雇用は非常に底堅

く、失業率はわずかな上昇（7.4％）にとどまった。前回の金融条件の引締めが引き続き民間投資を大きく圧

迫したため、内需は減速し、成長率は外国貿易および公共部門によって牽引された。公共消費支出が成長率

を牽引する一方で、その裏側では、財政赤字が大幅に増加し、（2023年度の5.5％に続き）GDPの約6.2％に達

する見通しである。

イタリアでは、2024年度も経済活動の低迷が続き、成長率は0.5％にとどまった。2023年度末に始まった

ディスインフレの動きは続いたが（年平均1.1％のインフレ率）、経済を大幅に押し上げるには十分ではな

かった。好調な雇用市場（失業率は2023年度から1ポイント減少し、6.7％）、低インフレ率およびわずかな

賃金上昇により、2年間の低迷を経て購買力が回復した。こうした支えにもかかわらず、家計消費の伸びは引

き続き緩やかであり、貯蓄率は2023年度の減少後、安定した。投資の伸び率は、景気刺激策に関連するプロ

ジェクトのみに起因して停滞し、生産投資は特に第3四半期に大幅に減少した。国内外において融資条件の厳

格化および需要不足が続いたため、供給が妨げられ、特に産業分野では大幅な減少が確認された。建設部門

は、スーパーボーナスの遅延効果により最初の6ヶ月間は支えられていたが、その後停滞した。

 

金融市場

ディスインフレは、主要中央銀行が設定した目標値までインフレ率を押し上げることはなかったが、主要

中央銀行の「コンフォート・ゾーン」の範囲内となり、夏の間、金融政策の緩和を可能にした。しかし、第

一に、ディスインフレの「最後の1マイル」は市場が予想していたよりも困難であることが判明し、第二に、

米国選挙により、米国ではより力強い成長への期待が復活したが、インフレ懸念も高まった。その結果、投

資家は、特に米国において金融緩和および債券の利下げへの期待を抑えざるを得なくなった。

大西洋の反対側では、米国の2年物国債の利回りが当年度中にわずかに低下した（2024年12月は約

4.25％）ものの、長期金利（米国の10年物国債）は（約4.60％まで）約65ベーシス・ポイント上昇した。

ユーロ圏では、成長の見通しがかなり低迷し、インフレも緩やかな中、2年物および10年物のスワップ金利

は、それぞれ当年度中に（2.20％および2.35％まで）約65ベーシス・ポイントおよび15ベーシス・ポイント

低下した。ソブリン・スプレッドの動向は、各経済圏の相対的な経済的パフォーマンスだけでなく、政治的

なパフォーマンスも反映していた。ドイツでは問題が次々と発生する一方で、欧州の周辺国では政治的な安

定および／または経済成長の改善がみられた。ドイツ国債の金利（ドイツの10年物国債の金利）は、当年度

中に30ベーシス・ポイント上昇した（2.35％、すなわち10年物のスワップ金利の水準となった。2023年12月

末時点では、この水準を50ベーシス・ポイント近く下回っていた。）一方、周辺スプレッドは縮小した。フ

ランスでは、政治的不安定およびフランス国債の動向に対する懸念により、スプレッドが拡大した。2024年

度末時点におけるスペイン、イタリアおよびフランスの10年物国債のドイツ国債に対する利回りスプレッド
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は、それぞれ約120ベーシス・ポイント、70ベーシス・ポイントおよび80ベーシス・ポイント（すなわち当年

度中でマイナス25ベーシス・ポイント、マイナス50ベーシス・ポイントおよびプラス30ベーシス・ポイント

の変動）であった。フランスのスプレッドは、現在スペインのスプレッドを上回っている。

2024年度、米国の経済パフォーマンスは他の主要地域、特に欧州を大きく上回った。米国株式市場は、

「マグニフィセント・セブン」のパフォーマンスおよび米国選挙の想定される利益により再び上昇した一方

で、欧州は様々な理由（製造部門の低迷、エネルギー費用の高騰、過剰な規制、中国との競争、技術格差、

フランスおよびドイツの政治的懸念など）により悪化した。2024年度の初めから終わりにかけて、S&P500指

数は24％上昇、ユーロ・ストックス50指数は8％上昇、CAC指数は2％下落した。最後に、年間平均では安定し

ていたものの（1.08米ドル）、ユーロは対ドルで2024年1月から12月の間に5.5％下落した。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの業務および連結業績

 

2024年度において、当期純利益－当行グループの持分（連結財務書類表示額）は、7,087百万ユーロとな

り、2023年度通年の6,348百万ユーロと比べて11.6％の増加となった。

2024年度の特別項目は、当期純利益－当行グループの持分（連結財務書類表示額）に86百万ユーロのマイ

ナス影響を与え、その内訳は経常的な会計的項目がプラス21百万ユーロ、非経常的な項目がマイナス107百万

ユーロであった。経常的な項目は主に、住宅購入貯蓄制度におけるプラス1百万ユーロの引当金の戻入額およ

び繰戻額の純額、大口顧客部門の会計的変動項目（DVAがプラス15百万ユーロ、貸付勘定のヘッジがプラス6

百万ユーロ）に対応する。非経常的な項目は、資産収集部門におけるデグルーフ・ピーターカムの統合およ

び取得に係る費用（マイナス35百万ユーロ）、大口顧客部門におけるISBの統合費用（マイナス52百万ユー

ロ）および国際リテール・バンキング部門におけるウクライナのリスクに対する追加引当金（マイナス20百

万ユーロ）に関するものである。

特別項目を除き、当期純利益－当行グループの持分（参考値）は、2023年度通年と比較して21.1％増の

7,172百万ユーロに達した。

2024年度通年の1株当たり利益（参考値）は2.14ユーロとなり、2023年度通年と比較して18.5％増加し

た。

年換算したその他Tier 1資本に係る利息費用（無形資本を除外した有形自己資本利益率－当行グループの

持分）および償還されたAT1資本に対する外国為替の影響の控除後、株主持分に計上された一定の変動項目に

ついて修正再表示されている（未実現の損益を含む。）有形自己資本利益率（参考値）
(1)

（年換算した当期

純利益－当行グループの持分（参考値）およびIFRICに係る当年度中に線形化された費用をもとに計算され

る。）は、2024年度において14.0％に達し、2023年度と比較して1.4パーセント・ポイント増加した。

(注1)　下記「クレディ・アグリコル・エス・エーの各部門および事業部門の業務および業績の分析－1株当たり利益」の

項に記載されている事業部門の有形自己資本利益率の計算に関する詳細を参照。

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務

書類

表示額

2023年度

連結財務

書類

表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務

書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 27,181 25,180 +7.9％ 27,151 24,563 +10.5％

単一破綻処理基金への拠出

を除く営業費用
(14,895) (13,632) +9.3％ (14,772) (13,618) +8.5％

単一破綻処理基金への拠出 - (509) -100.0％ - (509) -100.0％

営業総利益 12,286 11,039 +11.3％ 12,379 10,436 +18.6％

リスク費用 (1,850) (1,777) +4.1％ (1,830) (1,693) +8.1％

持分法適用会社の純利益持

分
194 197 -1.5％ 194 235 -17.6％

その他の資産に係る純利益 (4) 85 ns 20 (4) ns
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のれんの変動額 - 2 -100.0％ - (9) -100.0％

税引前利益 10,625 9,546 +11.3％ 10,763 8,966 +20.0％

所得税 (2,472) (2,201) +12.3％ (2,500) (2,047) +22.1％

非継続事業または売却目的

保有事業からの純利益
- (3) ns - (3) ns

当期純利益 8,153 7,343 +11.0％ 8,263 6,916 +19.5％

非支配株主持分 (1,067) (995) +7.3％ (1,090) (992) +9.9％

当期純利益－当行グループ

の持分
7,087 6,348 +11.6％ 7,172 5,923 +21.1％

1株当たり利益（ユーロ） 2.11 1.94 +8.5％ 2.14 1.80 +18.5％

単一破綻処理基金への拠出

を除く費用収益比率(％)
54.8％ 54.1％ +0.7pp 54.4％ 55.4％ -1.0pp

 

収益（参考値）は、すべての事業部門が牽引し、2023年度と比べて10.5％増加した。単一破綻処理基金へ

の拠出を除く営業費用（参考値）は、2023年度と比べて8.5％増加したが、これは当行グループの事業部門の

発展および連結範囲の統合による影響を主に反映したものであり、単一破綻処理基金
(1)

の積立期間の終了に

より一部相殺された。当期の単一破綻処理基金への拠出を除く費用収益比率（参考値）は54.4％となり、

2023年度同期と比較して1パーセント・ポイント減少した。営業総利益（参考値）は合計12,379百万ユーロと

なり、2023年度通年と比較して18.6％の増加であった。リスク費用（参考値）は、2023年度のマイナス1,693

百万ユーロに対し、当期中に8.1％増加し、マイナス1,830百万ユーロとなった。最後に、持分法適用会社に

よる寄与（参考値）は、当期中に17.6％減少し、194百万ユーロとなった。

(注1)　単一破綻処理基金費用は、2023年度通年でマイナス509百万ユーロであった。

 

以下は、2023年度および2024年度のクレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類に影響を与えた特

別項目である。

 

（百万ユーロ）

2024年度 2023年度

影響総額
(1) 当期純利益に

対する影響 影響総額
(1) 当期純利益に

対する影響

DVA（LC） 20 15 (15) (11)

ローン・ポートフォリオ・ヘッジ

（LC）
8 6 (24) (18)

HPSP引当金（FRB） 3 2 58 41

HPSP引当金（CC） (2) (1) 236 175

モビリティ事業の再編（SFS） - - 300 214

小切手画像処理に関する罰金

（CC）
- - 42 42

小切手画像処理に関する罰金

（LCL）
- - 21 20

収益に対する影響合計 30 21 617 464

デグルーフ・ピーターカムの統合

費用（AG）
(26) (19) - -

ISBの統合費用（LC） (97) (52) - -

モビリティ事業の再編（SFS） - - (14) (10)

営業費用に対する影響合計 (123) (71) (14) (10)

ウクライナの自己株式リスクに関

する引当金（IRB）
(20) (20) - -

モビリティ事業の再編（SFS） - - (85) (61)

信用リスク費用に対する影響合計 (20) (20) (85) (61)

モビリティ事業の再編（SFS） - - (39) (39)

持分法適用会社に対する影響合計 - - (39) (39)

ISBの統合費用（LC） (2) - - -

デグルーフ・ピーターカムの統合

費用（AG）
(22) (16) - -

モビリティ事業の再編（SFS） - - 89 57
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その他の資産に係る純利益に対す

る影響合計
(24) (16) 89 57

モビリティ事業の再編（SFS） - - 12 12

のれんの変動額に対する影響合計 - - 12 12

モビリティ事業の再編（SFS） - - - 3

税金に対する影響合計 - - - 3

特別項目による影響合計 (138) (86) 580 425

資産収集 (49) (35) - -

フランス国内リテール・バンキン

グ
3 2 79 61

国際リテール・バンキング (20) (20) - -

専門金融サービス - - 263 176

大口顧客 (70) (32) (39) (28)

コーポレート・センター (2) (1) 277 216

(1)　税引前および非支配株主持分の控除前

 

＜ソルベンシー＞

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーのソルベンシー比率は中期計画に定めた目標を

上回り、段階的適用ベースの普通株式等Tier 1（CET1）比率は、2024年9月末比横ばいの11.7％となった。し

たがって、クレディ・アグリコル・エス・エーは、CET1比率の水準と監督上の検証・評価プロセス要件であ

る8.7％との間に3.0パーセント・ポイントの大幅なバッファーを有していた。完全実施ベースのCET1比率は

11.6％であった。

 

2024年度について

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーのソルベンシー比率は中期計画に定めた目標を

上回り、段階的適用ベースのCET1比率は、2023年12月末と比較して0.1パーセント・ポイント低下し、11.7％

となった。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーは、CET1比率の水準と監督上の検証・評価プロ

セス要件である8.7％との間に3.0パーセント・ポイントの大幅なバッファーを有していた。完全実施ベース

のCET1比率は11.6％であった。

2024年度中の変動は以下のとおりである。

・2024年度第4四半期のCET1比率は、利益剰余金に関連する82ベーシス・ポイントのプラスの影響による

恩恵を受けた。この影響は、当期純利益－当行グループの持分（AT1の利息費用控除後）（プラス165

ベーシス・ポイント）および利益の50％の分配、すなわち2024年度における1株当たり1.10ユーロの配

当引当金（マイナス83ベーシス・ポイント）に相当する。

・事業部門の有機的成長に関連するリスク加重資産の変動により、CET1比率は64ベーシス・ポイント低下

した。

・当年度のM&A取引により、CET1比率は35ベーシス・ポイント低下した。特に、デグルーフ・ピーターカ

ムの買収（マイナス21ベーシス・ポイント）およびアルファ・アソシエイツの買収（マイナス5ベーシ

ス・ポイント）による影響が大きかった。

・方法論的効果およびその他の効果は、プラス8ベーシス・ポイントの好影響をもたらした。これには特

に、リース業務の統合に関連するバーゼル4の影響（マイナス12ベーシス・ポイント）ならびにモデル

およびデータの検証に関連する好影響（プラス18ベーシス・ポイント）が含まれる。

2024年12月末現在の段階的適用ベースのレバレッジ比率は、2023年度末から10ベーシス・ポイント上昇

し、かつ、要件である3％を上回り、3.9％となった。

2024年12月末現在の段階的適用ベースのTier 1比率は13.4％、段階的な合計比率は17.4％となった。
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クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク加重資産は、前年度から27.7十億ユーロ増加し、2024年12月

末現在、415.2十億ユーロとなった。かかる増加の中核事業部門別の内訳は次のとおりである。リテール・バ

ンキング部門では、LCLの格付効果および資産の増加の影響により、フランスを中心に1.7十億ユーロ増加し

た。資産収集部門では、主にデグルーフ・ピーターカムの統合により、4.6十億ユーロ増加した。専門金融

サービス部門では、リース業務の統合によるバーゼル4の影響および資産の増加により、7.3十億ユーロ増加

した。大口顧客部門では、リスク加重資産が12.9十億ユーロ増加した。最後にコーポレート・センター部門

では、リスク加重資産が1.1十億ユーロ増加した。

 

＜流動性＞

 

流動性は、クレディ・アグリコル・グループの水準で測定される。

クレディ・アグリコル・グループの流動性は堅調である。当行グループの流動性バランスシート
(1)

は、

2024年12月31日現在、1,685十億ユーロであり、安定した資金の運用に対する資金源の安定した余剰は177十

億ユーロと、2023年12月末と比較して13十億ユーロ減少した。

2024年12月31日現在の当行グループの流動性準備金（市場価額、割引後）は473十億ユーロであり、2023

年12月31日と比較して28十億ユーロ増加した。流動性準備金（現金および中央銀行預金を除く。）は短期債

務（トレジャリー資産控除後）の2倍超に相当した。

2024年12月末現在、12ヶ月間の平均として計算されたLCR比率の分子（HQLA証券のポートフォリオ、現金

および中央銀行預け金を含み、法定準備金を除く。）はそれぞれ、クレディ・アグリコル・グループについ

て330.6十億ユーロ、クレディ・アグリコル・エス・エーについて296.3十億ユーロであった。12ヶ月間の平

均として計算されたかかる比率の分母（キャッシュ・アウトフロー純額に相当する。）はそれぞれ、クレ

ディ・アグリコル・グループについて234.1十億ユーロ、クレディ・アグリコル・エス・エーについて204.1

十億ユーロであった。

2024年12月末現在の12ヶ月間のLCR比率の平均はそれぞれ、クレディ・アグリコル・グループについて

141.3％、クレディ・アグリコル・エス・エーについて145.3％であった。2024年12月31日現在のLCR比率はそ

れぞれ、クレディ・アグリコル・グループについて127.4％、クレディ・アグリコル・エス・エーについて

131％であった。これらの比率は、中期計画に定めた目標（約110％）および2018年1月1日以降適用されてい

る最低規制要件である100％を上回っていた。

さらに、2024年12月31日現在のNSFR比率はそれぞれ、クレディ・アグリコル・グループについて

117.8％、クレディ・アグリコル・エス・エーについて112.8％であり、中期計画に定めた目標および2021年6

月28日以降適用されている規制要件である100％を上回っていた。

当行グループは、投資家基盤および商品に関する市場アクセスを十分に多様化させることで、中長期の借

換えについて引き続き慎重な方針に従っている。

2024年12月31日現在、当行グループの主要な発行者は、市場で32.7十億ユーロ
(2)

に相当する中長期債務を

発行しており、そのうち81％がクレディ・アグリコル・エス・エーによる発行であった。

特に、当行グループ（クレディ・アグリコル・エス・エーを除く。）について、以下の金額に留意すべき

である。

・クレディ・アグリコル・アシュランスは、9月に、750百万ユーロの10年満期Tier 2ブレット劣後債を発

行し、788.5百万ユーロの永久劣後債2銘柄（FR0012444750およびFR0012222297）の公開買付を行った。

・クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティは、以下の発行を行った。

・クレディ・アグリコル・オート・バンク（CAAB）を通じたEMTN発行（2十億ユーロ相当）および証券

化（0.9十億ユーロ）

・アゴスを通じた証券化（0.7十億ユーロ）
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・クレディ・アグリコル・イタリアは、合計1.5十億ユーロの担保付優先債2銘柄（うち500百万ユーロは

グリーン・ボンド）を発行した。

・クレディ・アグリコル・ネクスト・バンク（スイス）は、合計300百万スイス・フランの担保付優先債3

銘柄（うち100百万スイス・フランはグリーン・ボンド）を発行した。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、市場を通じて24.1十億ユーロ相当
(2)(3)

を

調達している。

当行は、12月末現在、24.1十億ユーロ相当を調達しており、うち7.3十億ユーロが非上位優先債券、3.1十

億ユーロがTier 2債券、7.2十億ユーロが上位優先債券、6.5十億ユーロが担保付優先債によるものである。

資金調達は、様々な形式および通貨で構成されている。

・6.3十億ユーロ
(2)(4)

・6.35十億米ドル
(2)

（5.8十億ユーロ相当）

・1.1十億英ポンド（1.3十億ユーロ相当）

・230十億円（1.4十億ユーロ相当）

・0.8十億スイス・フラン（0.8十億ユーロ相当）

・1.75十億オーストラリア・ドル（1.1十億ユーロ相当）

・7十億人民元（0.9十億ユーロ相当）

12月末現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、資金調達計画のうち64％
(2)(3)

の発行をユーロ以外

の通貨で行った。

さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年1月2日に、当初利率6.5％、発行額1.25十億ユー

ロのノンコール6年永久AT1債を発行し、2024年9月24日に当初利率6.7％、発行額1.25十億ドルのノンコール

10年永久AT1債を発行した。

2025年度の中長期資金調達プログラムは20十億ユーロに設定され、上位優先債券または担保付優先債と非

上位優先債券またはTier 2債券のバランスがとれた配分となっている。

2025年1月31日現在、当該プログラムの30％が完了している。

・0.5十億ユーロの担保付優先債

・0.3十億ユーロ相当の上位優先債券

・4.6十億ユーロ相当の非上位優先債券

・0.7十億ユーロ相当のTier 2債券

(注1)　2024年12月31日現在、流動性バランスシートに変更が生じた。詳細については「1　経営方針、経営環境及び対処

すべき課題等－2. リスク管理－2.6 資産および負債管理」の項目を参照。

(注2)　買戻しおよび償却前の総額

(注3)　AT1債を除く。

(注4)　担保付優先債を除く。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの各部門および事業部門の業務および業績の分析

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの当期純利益－当行グループの持分に対する事業部門別寄与

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務書類

表示額

2023年度

連結財務書類

表示額

資産収集 2,875 2,541

大口顧客 2,448 2,011

専門金融サービス（SFS） 625 852

フランス国内リテール・バンキング－LCL 790 835

国際リテール・バンキング 836 703

コーポレート・センター (488) (593)
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合計 7,087 6,348

 

別段の記載がある場合を除き、事業部門別の業績は表示額に基づいて評価される。

 

＜資産収集部門＞

 

資産収集部門には、保険（クレディ・アグリコル・アシュランス）、資産運用（アムンディ）および資産

管理（CAインドスエズ・ウェルス・マネジメント）が含まれる。

 

資産収集（AG）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務書類

表示額

2023年度

連結財務書類

表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 7,648 6,688 +14.4％ 7,648 6,688 +14.4％

営業費用 (3,365) (2,874) +17.1％ (3,338) (2,874) +16.1％

単一破綻処理基金への拠出 - (6) -100.0％ - (6) -100.0％

営業総利益 4,284 3,808 +12.5％ 4,310 3,808 +13.2％

リスク費用 (29) (5) 5.4倍 (29) (5) 5.4倍

持分法適用会社 123 102 +20.9％ 123 102 +20.9％

その他の資産に係る純利

益／（損失）
(23) (10) 2.3倍 (1) (10) -91.9％

税引前利益 4,355 3,894 +11.8％ 4,403 3,894 +13.1％

所得税 (973) (872) +11.7％ (986) (872) +13.1％

非継続事業または売却目的

保有事業からの純利益
- 1 n.m. - 1 n.m.

当期純利益 3,381 3,024 +11.8％ 3,417 3,024 +13.0％

非支配株主持分 (506) (483) +4.9％ (507) (483) +5.1％

当期純利益－当行グループ

の持分
2,875 2,541 +13.1％ 2,910 2,541 +14.5％

単一破綻処理基金への拠出

を除く費用収益比率(％)
44.0％ 43.0％ +1.0pp 43.6％ 43.0％ +0.7pp

 

2024年12月末現在、資産収集部門の運用資産は、前年度比12.1％増の2,867十億ユーロとなった。これ

は、プラスの市場効果（プラス164.0十億ユーロ）、プラスの純インフロー（プラス68.7十億ユーロ）ならび

に特にインドスエズ・ウェルス・マネジメントによるデグルーフ・ピーターカムの買収およびアムンディに

よるアルファ・アソシエイツの買収に伴う連結範囲の変更による影響（プラス76.9十億ユーロ）によるもの

であった。

2024年度通年において、資産収集部門は、保険、資産運用および資産管理の3つの事業部門すべてにおい

て非常に高水準の収益を達成したことにより、2023年12月末と比較して14.4％増の7,648百万ユーロの収益を

計上した。単一破綻処理基金への拠出を除く営業費用が17.1％増の3,365百万ユーロとなった一方で、営業総

利益は2023年12月末と比較して12.5％増の4,284百万ユーロとなった。その結果、単一破綻処理基金への拠出

を除く費用収益比率は、2023年12月末と比較して1.0パーセント・ポイント上昇し、44％となった。2024年度

の所得税は、2023年度から11.7％増加し、973百万ユーロとなった。

資産収集部門の当期純利益－当行グループの持分は、同部門の3つの事業において増加し、2023年度と比

較して13.1％増の2,875百万ユーロとなった。
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2024年12月末現在、資産収集部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの中核事業の当期純利益－当行

グループの持分（参考値）に38％、収益（参考値）（コーポレート・センター部門を除く。）に28％寄与し

た。

2024年12月31日現在、当部門に割り当てられた資本は12.6十億ユーロであり、そのうち、10.4十億ユーロ

が保険、1.3十億ユーロが資産運用、0.9十億ユーロが資産管理に対するものであった。当部門のリスク加重

資産は57.5十億ユーロであり、そのうち、34.5十億ユーロが保険、13.7十億ユーロが資産運用、9.4十億ユー

ロが資産管理に対するものであった。

 

＜保険（クレディ・アグリコル・アシュランス）＞

 

保険事業部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの完全子会社であるクレディ・アグリコル・アシュ

ランスの業績を表し、その事業範囲は、すべての保険事業、すなわち貯蓄／退職年金、損害保険、死亡およ

び身体障害保険、債務返済保険ならびに団体保険にわたる。

 

保険（クレディ・アグリコル・アシュランス）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参

考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務書類

表示額

2023年度

連結財務書類

表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 2,845 2,543 +11.9％ 2,845 2,543 +11.9％

単一破綻処理基金への拠出

を除く営業費用
(341) (312) +9.3％ (341) (312) +9.3％

単一破綻処理基金への拠出 - - n.m. - - n.m.

営業総利益 2,504 2,231 +12.2％ 2,504 2,231 +12.2％

リスク費用 (4) 1 n.m. (4) 1 n.m.

その他の資産に係る純利益 - - -53.2％ - - -53.2％

税引前利益 2,500 2,233 +12.0％ 2,500 2,233 +12.0％

所得税 (572) (490) +16.6％ (572) (490) +16.6％

非継続事業または売却目的

保有事業からの純利益
- - - - n.m.

当期純利益 1,929 1,742 +10.7％ 1,929 1,742 +10.7％

非支配株主持分 (44) (89) -50.1％ (44) (89) -50.1％

当期純利益－当行グループ

の持分
1,884 1,653 +14.0％ 1,884 1,653 +14.0％

単一破綻処理基金への拠出

を除く費用収益比率(％)
12.0％ 12.3％ -0.3pp 12.0％ 12.3％ -0.3pp

 

保険事業部門は、フランス国内外における事業の拡大および多様化を継続した。2024年12月末現在の総保

険料収入も、2023年度と比較して17.2％増加し、過去最高水準の総額43.6十億ユーロとなった。

貯蓄／退職年金部門の収益は、フランスにおけるユーロ建てファンドの支払ボーナスおよびデジタル投資

体験の普及ならびに国際事業の回復に牽引され、前年度比21.5％増の合計32.1十億ユーロとなった。

運用資産（貯蓄、退職年金および葬儀保険）は増加し続け、前年度比17.0十億ユーロ（すなわち5.1％）

増の347.3十億ユーロとなった。運用資産の増加は、プラスの市場効果およびプラスの純インフローに支えら

れた。ユニット・リンク契約は、2023年12月末と比較して1.1パーセント・ポイント増加し、残高に占める割

合が30％となった。
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2024年度のプレディカのユーロ建て生命保険契約の利益分配率は、2023年度比横ばいとなった。利益分配

準備金（PPE）は、2024年12月31日現在において7.5十億ユーロとなり、ユーロ建て残高総額の3.3％を占め

た。

損害保険事業は引き続き好調であり、保険料収入は、金額および契約数の両方で市場シェアが拡大したこ

とにより、2023年12月末と比較して8.2％増加し、6.2十億ユーロとなった。

クレディ・アグリコル・グループのバンキング・ネットワークにおける個人顧客数は、前年度から増加し

続け、地域銀行は0.8ポイント増の43.9％、LCLは0.4ポイント増の27.9％、CAイタリアは1.2ポイント増の

20.0％となった。コンバインドレシオは、2023年度は第4四半期に天候関連の保険金請求が多数発生したのに

対し、2024年度の保険金請求が比較的好調であったこと、および割引の影響の減少による部分的な緩和（プ

ラス1.6ポイント）により、前年度比マイナス2.7ポイント改善し、94.4％となった。割引前のコンバインド

レシオは、前年度比でマイナス4.3ポイント改善し、96.4％となった。

死亡および身体障害保険／債務返済保険／団体保険では、保険料収入が、2023年12月末と比較して4.6％

増加し、5.3十億ユーロとなった。

2024年度における団体保険の成功の1つに、法定従業員に対する補完健康保険の保証および管理を目的と

して、2025年7月1日付で電力・ガス産業（IEG）との契約を締結したことが挙げられる。

CSM（契約上のサービス・マージン）は、株式の再評価によるプラスの影響およびCSM配分を上回る新規契

約の寄与により、前年度比5.8％増加し、2024年12月31日現在、25.2十億ユーロとなった。2024年度通年の株

式に係るCSM配分係数
(1)

は7.7％であった。

2024年度通年の保険事業による収益は、2023年度と比較して11.9％増加し、2,845百万ユーロとなった。

これは、活発な事業活動、残高の増加および2024年度の保険金請求が2023年度と比較して減少したことによ

るものである。帰属外費用は、9.3％増加して341百万ユーロとなった。その結果、費用収益比率は12％とな

り、中期計画に定めた目標上限である15％を下回った。営業総利益は、2023年度と比較して12.2％増加し、

2,504百万ユーロとなった。所得税は、軽減税率が適用される事業の税率全体に占める割合が低下したことに

伴い、2023年度と比較して16.6％増加し、572百万ユーロとなった。その結果、当期純利益－当行グループの

持分は、2023年度と比較して14％増加し、1,884百万ユーロとなった。

2024年12月末現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業部門の当期純利益－当行グループの持分

（参考値）（コーポレート・センター部門を除く。）に対する保険の寄与は25％であり、収益（参考値）に

対する寄与は10％であった。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・アシュランスのソルベンシー2健全性比率は201％であり、

堅実な状態を維持している。

(注1)　CSM配分係数＝損益におけるCSM配分／（期首現在のCSM＋株式の変動＋新規契約）

 

＜資産運用（アムンディ）＞

 

資産運用事業部門には、クレディ・アグリコル・グループが69.0％（うち67.6％はクレディ・アグリコ

ル・エス・エーが所有）を所有する子会社であるアムンディの業績が反映されている。

 

資産運用－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務書類

表示額

2023年度

連結財務書類

表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 3,406 3,122 +9.1％ 3,406 3,122 +9.1％

単一破綻処理基金への拠出

を除く営業費用
(1,890) (1,738) +8.8％ (1,890) (1,738) +8.8％
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単一破綻処理基金への拠出 - (3) -100.0％ - (3) -100.0％

営業総利益 1,516 1,381 +9.7％ 1,516 1,381 +9.7％

リスク費用 (10) (3) 3.8倍 (10) (3) 3.8倍

持分法適用会社 123 102 +20.9％ 123 102 +20.9％

その他の資産に係る純利

益／（損失）
- (5) n.m. - (5) n.m.

税引前利益 1,629 1,476 +10.4％ 1,629 1,476 +10.4％

所得税 (356) (342) +3.9％ (356) (342) +3.9％

当期純利益 1,274 1,134 +12.4％ 1,274 1,134 +12.4％

非支配株主持分 (424) (373) +13.7％ (424) (373) +13.7％

当期純利益－当行グループ

の持分
849 760 +11.7％ 849 760 +11.7％

単一破綻処理基金への拠出

を除く費用収益比率(％)
55.5％ 55.7％ -0.2pp 55.5％ 55.7％ -0.2pp

 

運用資産総額は、2023年12月末と比較して10.0％増加し、2024年12月末現在、2,240十億ユーロとなっ

た。

リテールセグメントでは、2024年度において第三者販売会社からの純インフローが過去最高水準を記録

し、すべての資産クラスに十分に分散され、また、フランスのパートナー・ネットワークからのインフロー

もプラスとなった。

機関投資家セグメントでは、機関投資家およびソブリンセグメントの中長期資産および法人セグメントの

トレジャリー商品に牽引された純インフローにより、堅調な商業機運が継続した。

ジョイント・ベンチャーセグメントに関しては、2024年度は、SBI MF（インド）への継続的なインフロー

ならびに中国および韓国の堅調な推移が特徴的であった。

2024年度において、銀行業務純益は、運用資産の平均残高が増加したことならびにアクティブ運用および

パッシブ運用のパフォーマンスが非常に好調であったことに関連する運用収益の増加を反映して、資産運用

では9.1％増の3,406百万ユーロとなった。また、アムンディ・テクノロジーの収益は、2024年度第4四半期に

アイシゴを買収したことで大幅に増加した。

単一破綻処理基金への拠出を除く営業費用は、アルファ・アソシエイツおよびアイシゴを初めて連結範囲

に含めたこと、成長分野への投資、業績に連動した変動報酬引当金の増加ならびに統合費用により、8.8％増

の1,890百万ユーロとなった。単一破綻処理基金への拠出を除く費用収益比率は、2023年度比横ばい（0.2

パーセント・ポイント低下）の55.5％となった。その結果、営業総利益は、収益の増加を反映し、2023年度

と比較して9.7％増加した。持分法適用会社による利益は、主に当該利益への寄与が初めて100百万ユーロを

超えたインドのジョイント・ベンチャーに牽引され、20.9％増加した。最終的に、当期純利益－当行グルー

プの持分は、2023年度と比較して11.7％増加し、849百万ユーロとなった。

クレディ・アグリコル・エス・エーの事業部門の当期純利益－当行グループの持分（参考値）（コーポ

レート・センター部門を除く。）に対する資産運用の寄与は2024年12月末において11％であり、収益（参考

値）に対する寄与は12％であった。

 

＜資産管理
(1)

（CAインドスエズ・ウェルス・マネジメント）＞

 

当該事業部門の業績における運用資産には、CAインドスエズ・ウェルス・マネジメントの運用資産および

LCLのプライベート・バンキングの顧客資産（LCLの運用資産にも含まれる。）が含まれる。損益計算書の項

目は、CAインドスエズ・ウェルス・マネジメントにのみ関連する。

(注1)　インドスエズ・ウェルス・マネジメントの連結範囲
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資産管理－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務書類

表示額

2023年度

連結財務書類

表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 1,397 1,023 +36.6％ 1,397 1,023 +36.6％

単一破綻処理基金への拠出

を除く営業費用
(1,134) (825) +37.5％ (1,107) (825) +34.3％

単一破綻処理基金への拠出 - (3) -100.0％ - (3) -100.0％

営業総利益 264 195 +35.0％ 290 195 +48.6％

リスク費用 (15) (4) 3.7倍 (15) (4) 3,7倍

その他の資産に係る純利

益／（損失）
(23) (5) 4.6倍 (1) (5) -81.4％

税引前利益 225 186 +21.1％ 274 186 +47.2％

所得税 (46) (39) +17.7％ (59) (39) +49.7％

非継続事業または売却目的

保有事業からの純利益
- 1 n.m. - 1 n.m.

当期純利益 179 148 +21.2％ 215 148 +45.6％

非支配株主持分 (37) (20) +84.1％ (39) (20) +89.4％

当期純利益－当行グループ

の持分
142 127 +11.1％ 177 127 +38.6％

単一破綻処理基金への拠出

を除く費用収益比率(％)
81.1％ 80.6％ +0.5pp 79.2％ 80.6％ -1.4pp

 

資産管理において
(1)

、運用資産総額（CAインドスエズ・ウェルス・マネジメントおよびLCLプライベー

ト・バンキング）は、2024年12月末現在、279十億ユーロ（うち、インドスエズ・ウェルス・マネジメントは

215十億ユーロ）となった。69十億ユーロの連結範囲の変更による影響（2024年6月のデグルーフ・ピーター

カムの統合によるもの）を考慮すると、運用資産は、2024年度中に46.9％増加した。

2024年度通年において、資産管理業務の収益は、特に2024年6月のデグルーフ・ピーターカムの統合によ

る恩恵を受け
(2)

、2023年12月末と比較して36.6％増の1,397百万ユーロとなった。単一破綻処理基金への拠

出を除く営業費用は、デグルーフ・ピーターカムの連結範囲の変更による影響および26.4百万ユーロの統合

費用により、37.5％増加した。これらの影響について修正再表示された2024年度の営業費用は、2023年度と

比較してわずか2.8％の増加であった。営業総利益は、35.0％増加し、264百万ユーロとなった。2024年度末

現在のリスク費用は、訴訟の検討および様々な係争案件の引当金に関連して、2023年12月末と比較して11百

万ユーロ増加し、15百万ユーロとなった。その他の資産に係る純利益／（損失）は、主にデグルーフ・ピー

ターカムの買収費用
(3)

（特別項目の修正再表示後）に相当する23百万ユーロとなった。2024年度の当期純利

益－当行グループの持分は、2023年度と比較して11.1％増加し、142百万ユーロとなった。統合費用および買

収費用について修正再表示された2024年度の当期純利益－当行グループの持分は、177百万ユーロとなった。

クレディ・アグリコル・エス・エーの事業部門の当期純利益－当行グループの持分（参考値）（コーポ

レート・センター部門を除く。）に対する資産管理の寄与は2024年12月末において2％であり、収益（参考

値）に対する寄与は5％であった。

(注1)　LCLプライベート・バンキングおよびインドスエズ・ウェルス・マネジメント

(注2)　資産管理業務の業績に含まれる2024年度のデグルーフ・ピーターカムのデータ：収益347百万ユーロ、営業費用

259百万ユーロ（デグルーフ・ピーターカムが一部負担する統合費用を除く。）

(注3)　2024年度中の統合費用は26.4百万ユーロ（営業費用の項目に影響する。）、買収費用は22.2百万ユーロ（その他

の資産に係る純利益／（損失）の項目に影響する。）
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＜大口顧客＞

 

大口顧客部門には、キャピタル・マーケッツ、投資銀行、ストラクチャード・ファイナンスおよびクレ

ディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク（クレディ・アグリコル・CIB）内の

商業銀行事業部門ならびにCACEIS内の資産サービシングが含まれる。

 

大口顧客（LC）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務書類

表示額

2023年度

連結財務書類

表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 8,651 7,779 +11.2％ 8,623 7,818 +10.3％

単一破綻処理基金への拠出を

除く営業費用
(5,039) (4,507) +11.8％ (4,942) (4,507) +9.7％

単一破綻処理基金への拠出 - (312) -100.0％ - (312) -100.0％

営業総利益 3,612 2,960 +22.0％ 3,680 2,999 +22.7％

リスク費用 (117) (120) -2.2％ (117) (120) -2.2％

持分法適用会社 27 21 +24.9％ 27 21 +24.9％

その他の資産に係る純利益 1 2 -41.0％ 3 2 +32.7％

税引前利益 3,523 2,864 +23.0％ 3,593 2,903 +23.8％

所得税 (883) (690) +27.9％ (899) (700) +28.3％

当期純利益 2,640 2,174 +21.5％ 2,694 2,202 +22.3％

非支配株主持分 (192) (162) +18.6％ (215) (163) +32.0％

当期純利益－当行グループの

持分
2,448 2,011 +21.7％ 2,480 2,040 +21.6％

単一破綻処理基金への拠出を

除く費用収益比率(％)
58.2％ 57.9％ +0.3pp 57.3％ 57.6％ -0.3pp

 

2024年度通年において、大口顧客部門の収益（連結財務書類表示額）は、2023年度の総額と比較して

11.2％増加し、過去最高水準の8,651百万ユーロとなった。単一破綻処理基金への拠出を除く営業費用は、主

にIT投資および事業開発により、2023年度の同期間と比較して11.8％増加し、5,039百万ユーロとなった。当

年度の営業費用には、97百万ユーロのISBの統合費用が含まれている。2024年度通年の営業総利益は、2023年

度と比較して22.0％増加し、3,612百万ユーロとなった。リスク費用は、2023年度の繰入額純額がマイナス

120百万ユーロであったのに対し、2024年度の繰入額純額はマイナス117百万ユーロとなった。当事業部門の

当期純利益－当行グループの持分（連結財務書類表示額）に対する寄与は、2023年度通年と比較して大幅に

増加し、21.7％増の2,448百万ユーロとなった。

クレディ・アグリコル・エス・エーの中核事業の当期純利益－当行グループの持分（参考値）（コーポ

レート・センター部門を除く。）に対する当事業部門の寄与は2024年12月末において32％であり、コーポ

レート・センター部門を除く収益（参考値）に対する寄与は31％であった。

2024年12月31日現在、当事業部門に割り当てられた資本は14十億ユーロであり、リスク加重資産は147.8

十億ユーロであった。

RoNE（正常自己資本利益率）（参考値）は、2024年12月末現在、17.7％であった。

 

法人営業および投資銀行

 

法人営業および投資銀行全体の収益（参考値）は、2つの事業部門の成長に牽引され、2023年12月末と比

較して6.5％増加し、6,540百万ユーロとなった。財務活動による収益は、2023年度の総額と比較して5.7％増
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加し、3,355百万ユーロとなった。キャピタル・マーケッツおよび投資銀行業務の収益も、2023年12月末と比

較して7.3％増加し、総額3,185百万ユーロとなった。

法人営業および投資銀行は、シンジケート・ローンおよび債券発行において主導的地位を占め、シンジ

ケート・ローンについてはフランスで第1位
(1)

、欧州、中東およびアフリカで第2位となり、債券発行につい

ては世界のユーロ建て債券で第4位、ユーロ建てグリーン・ボンド、ソーシャル・ボンドおよびサステナブ

ル・ボンドで第2位
(2)

となった。法人営業および投資銀行は、ユーロ建て債券発行において上位に位置し、

2021年度の第5位から2022年度には第3位、2023年度には第2位へと順位を上げた。

平均規制バリュー・アット・リスクは、2024年度第4四半期には9.5百万ユーロとなり、引き続き健全なリ

スク管理を反映している。

2024年度の収益（連結財務書類表示額）は、法人営業および投資銀行のバランスのとれた成長および2023

年度通年に記録された非常に良好な水準により、当年度において7.6％増加し、過去最高水準の6,568百万

ユーロとなった。2024年度において、特別項目の影響はプラス28.5百万ユーロ（2023年度はマイナス38.9百

万ユーロ）となり、その内訳はDVA、FVAの発行者スプレッド部分および担保付貸付がプラス20.2百万ユーロ

（2023年度はマイナス14.6百万ユーロ）、貸付勘定のヘッジがプラス8.2百万ユーロ（2023年度はマイナス

24.3百万ユーロ）であった。

単一破綻処理基金への拠出を除く営業費用は、主に変動報酬ならびに事業部門の開発をサポートするため

のITおよび従業員への投資により、5.4％増加した。費用収益比率は53.7％に抑えられ、中期計画に定めた目

標を下回った。その結果、営業総利益は急速に増加し、2023年度通年と比較して22.3％増の3,040百万ユーロ

となった。リスク費用は、2023年度の繰入額純額がマイナス111百万ユーロであったのに対し、2024年度の繰

入額純額はマイナス93百万ユーロとなった。税金費用は、29.4％増加して748百万ユーロとなった。最後に、

2024年度の当期純利益－当行グループの持分（連結財務書類表示額）は、当期中に22.7％増加して、2,152百

万ユーロとなった。

(注1)　出典：リフィニティブ、LSEG

(注2)　出典：ブルームバーグ

 

資産サービシング

資産サービシング業務においては、好調に増加する売上高および有利な市況が当年度中の資産の伸びを加

速し、予定されたISBの顧客の撤退を相殺した。ISB（欧州の旧RBCインベスター・サービシズ）の法的事業体

の、CACEISの法的事業体との合併が2024年5月31日、有効となったことを受けて、2024年度第4四半期には引

き続き、ISBの顧客ポートフォリオがCACEISのプラットフォームに移行した。顧客の移行は、現在、ほぼ完了

した。2024年12月19日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、サンタンデールが保有するCACEISの30.5％

の非支配持分を取得する契約を締結したこと、CACEISの完全所有を目指すことを発表した。

2024年度における収益は、ISBの統合、力強い商業機運および当年度を通じた利鞘の有利な推移に支えら

れ、合計2,083百万ユーロとなり、2023年度の同期間を24.2％上回った。単一破綻処理基金への拠出を除く費

用は30.1％増加し、1,511百万ユーロとなった。これには連結範囲の変更による2024年度前半の6ヶ月間にお

けるマイナス207百万ユーロの影響およびISBの統合費用であるマイナス97百万ユーロが含まれる。営業総利

益は、2023年度通年と比較して20.4％増加した。費用収益比率は72.6％となり、2023年度と比較して3.3ポイ

ント上昇した。ISBの統合費用を除いた費用収益比率は67.9％であった。以上の結果、純利益は15.8％増加し

た。最終的に、2024年12月末現在における当期純利益－当行グループの持分への当事業部門の寄与は、2023

年度通年と比較して15.1％増加して296百万ユーロであった。
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＜専門金融サービス＞

 

専門金融サービスには、クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ

（CAPFM）ならびにリースおよびファクタリング事業（CAリーシング・アンド・ファクタリング－CAL&F）が

含まれる。

 

専門金融サービス（SFS）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務

書類表示額

2023年度

連結財務

書類表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 3,520 3,597 -2.2％ 3,520 3,297 +6.8％

単一破綻処理基金への拠出を

除く営業費用
(1,780) (1,673) +6.4％ (1,780) (1,659) +7.3％

単一破綻処理基金への拠出 - (29) -100.0％ - (29) -100.0％

営業総利益 1,740 1,896 -8.2％ 1,740 1,610 +8.1％

リスク費用 (958) (870) +10.1％ (958) (786) +21.9％

持分法適用会社 125 130 -3.3％ 125 168 -25.5％

その他の資産に係る純利益 (12) 71 n.m. (12) (18) -34.2％

のれんの変動額 - 12 -100.0％ - - n.m.

税引前利益 895 1,237 -27.7％ 895 974 -8.1％

所得税 (187) (306) -38.8％ (187) (219) -14.4％

非継続事業または売却目的保

有事業からの純利益
- (0) n.m. - (0) n.m.

当期純利益 708 931 -24.0％ 708 755 -6.3％

非支配株主持分 (82) (79) +4.0％ (82) (79) +4.0％

当期純利益－当行グループの

持分
625 852 -26.6％ 625 676 -7.5％

単一破綻処理基金への拠出を

除く費用収益比率(％)
50.6％ 46.5％ +4.1pp 50.6％ 50.3％ +0.3pp

 

2024年度において、ファクタリング残高は、ファクタリング収益は記録的な34.6十億ユーロに増加したお

かげで、2023年度末と比較して3.7％増加した。リース残高は、フランス国内外において前年度比7.2％増加

し、2024年12月末に20.3十億ユーロ（うち、16十億ユーロはフランス、4.3十億ユーロは海外）に到達した。

CAPFMの運用資産は、2024年12月末現在、2023年12月末と比較して5.6％増の119.3十億ユーロとなった

が、これはすべての事業に牽引されたものである（クレディ・アグリコル・オート・バンクおよびリーシー

ズを擁する自動車関連事業は8.2％増、LCLおよび地域銀行は5.3％増、その他の事業体は3.2％増）。最後

に、連結残高は2024年12月末現在、69.1十億ユーロであり、2023年度第4四半期と比較して3.3％増加した。

2025年1月、CAPFMは、GACリーシングの50％の取得を最終決定したと発表した。

2024年度において、専門金融サービス部門の収益は、2023年度と比較して2.2％減少したが、CAPFMのモビ

リティ事業の再編成に関連するベース効果
(1)

を除外すると6.8％の増加であった。この好ましい傾向は、

CAL&Fの好調な業績（6.8％成長）およびベース効果を除いたCAPFMの収益の増加（6.8％）に牽引されてお

り、有利に働いた要因は、CAPFMのモビリティ事業をめぐる戦略的な方向転換によりクレディ・アグリコル・

オート・バンクを2023年度第2四半期以降、完全統合するに至ったことならびに欧州6ヶ国におけるALDおよび

リースプランの事業も完全統合したことに関連する連結範囲の変更による影響、ならびに2023年度第3四半期

におけるハイフローの株式の過半数の取得であった。単一破綻処理基金への拠出を除く費用は、2023年度と

比較して6.4％増加した。単一破綻処理基金への拠出、ベース効果および連結範囲の変更による影響を除く費

用は、2.3％の増加であった。費用収益比率は、50.6％となり、2023年度の同期間と比較して4.1パーセン
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ト・ポイントの上昇であったが、ベース効果を除くと、変動は0.3パーセント・ポイントであった。リスク費

用は、2023年度と比較して10.1％増加し、マイナス958百万ユーロとなったが、ベース効果を除くと21.9％の

増加であった。この増加は、連結範囲の変更による顕著な影響に加えて、モデルの改定によるマイナス50百

万ユーロおよびCAPFMにおける2024年度第4四半期の英国の自動車ローンに関する法的リスクに対するマイナ

ス30百万ユーロの引当金が含まれている。持分法適用会社からの寄与は、2023年度の同期間と比較して3.3％

減少したが、従来は持分法で会計処理されていたクレディ・アグリコル・オート・バンクを2023年度第2四半

期に完全統合したことによるベース効果を除くと、25.5％の減少であった。

その他の資産に係る純利益は、2023年12月末において71百万ユーロであったのに対し、2024年12月末現

在、12百万ユーロの損失となったが、ベース効果を除くと18百万ユーロの損失であった。のれんの変動額

は、2023年度の12百万ユーロに対して、2024年度は0百万ユーロであり、CAPFMにおけるモビリティ事業の再

編成に関連するベース効果を除くと変動はなかった。したがって、当期純利益－当行グループの持分は、

2023年度と比較して26.6％減の625百万ユーロとなったが、CAPFMにおけるモビリティ事業の再編成に関連す

るベース効果を除くと、7.5％の減少であった。

2024年12月末現在、当事業部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの中核事業の当期純利益－当行グ

ループの持分（参考値）（コーポレート・センター部門を除く。）の8％に寄与し、コーポレート・センター

を除く収益（参考値）の13％に寄与した。

2024年12月31日現在、当部門に割り当てられた資本は7.2十億ユーロであり、リスク加重資産は76.2十億

ユーロであった。

(注1)　モビリティ事業の再編成に関連する2023年度の12ヶ月累計のベース効果（収益300百万ユーロ、費用マイナス14百

万ユーロ、リスク費用マイナス85百万ユーロ、持分法適用会社マイナス39百万ユーロ、その他の資産に係る利益

89百万ユーロ、のれんの変動額プラス12百万ユーロ、法人所得税87百万ユーロ、当期純利益－当行グループの持

分176百万ユーロ）。

 

パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ

 

2024年度において、CAPFMの収益は合計2,764百万ユーロとなり、2023年度と比較して4.3％減少したが、

モビリティ事業の再編成に関連したベース効果を除くと6.8％の増加であった。収益は、2023年度第2四半期

以降のクレディ・アグリコル・オート・バンクの完全統合、欧州6ヶ国におけるALDおよびリースプランの事

業の買収、ならびに2023年度第3四半期におけるハイフローの株式の過半数の取得をもたらした、モビリティ

事業をめぐる戦略的な方向転換に関連して、連結範囲の変更による影響の恩恵を受けた。単一破綻処理基金

への拠出を除く費用は、2023年度から7.0％増加し、マイナス1,382百万ユーロであった。単一破綻処理基金

への拠出を除き、ベース効果および連結範囲の変更による影響を除いた費用は、1.7％増加した。その結果、

営業総利益は1,382百万ユーロとなり、12.8％減少したが、ベース効果を除くと6.4％増加した。費用収益比

率は、50.0％となり、2023年度の同期間と比較して5.3パーセント・ポイント上昇したが、ベース効果を除い

た変動は0.7パーセント・ポイントにとどまった。リスク費用は、2023年度と比較して8.6％増加し、877百万

ユーロであったが、ベース効果を除くと21.3％の増加となった。この増加には、連結範囲の変更による顕著

な影響に加えて、モデルの改定に起因する本質的に50百万ユーロに及ぶ未確認のリスクの増大、および英国

の自動車ローンに関する法的リスクに対する30百万ユーロの引当金計上が含まれている。持分法適用会社の

寄与は、2023年度の同期間と比較して0.8％の減少となり、従前は持分法を用いて会計処理されたクレディ・

アグリコル・オート・バンクが2023年度第2四半期に完全統合された連結範囲の変更の影響に関連したベース

効果を除外すると、22.9％の減少であった。その他の資産に係る純利益は、2023年度から2024年度の間に

82.1百万ユーロ減少した。しかしながら、ベース効果を除くと、7百万ユーロの増加であった。のれんの変動

額は、2023年度に12百万ユーロであったのに対し、2024年度は0百万ユーロであったが、モビリティ事業の再

編成に関連したベース効果を除くと、変動はなかった。その結果、2024年度の当期純利益－当行グループの

持分は422百万ユーロであり、前年度の同期間と比較して37.5％減少した。ベース効果を除くと、当期純利益

－当行グループの持分は、2023年度の同期間と比較して15.4％減少した。
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リーシングおよびファクタリング

 

2024年度において、収益は、2023年度と比較して6.8％増の合計756百万ユーロであった。単一破綻処理基

金への拠出を除く費用は、4.3％増加し、398百万ユーロであった。営業総利益は、2023年度と比較して

15.1％と大幅に増加し、358百万ユーロとなった。単一破綻処理基金への拠出を除く費用収益比率（参考値）

は、2023年度と比較して1.2パーセント・ポイント改善して52.6％となった。リスク費用は、2023年度の同期

間と比較して29.7％増加し、マイナス81百万ユーロとなった。当期純利益－当行グループの持分は、2023年

度と比較して15.0％増の203百万ユーロであった。
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＜クレディ・アグリコル・エス・エー リテール・バンキング＞

 

フランス国内リテール・バンキング（LCL）

 

フランス国内リテール・バンキング（LCL）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考

値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務

書類表示額

2023年度

連結財務

書類表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 3,872 3,850 +0.6％ 3,869 3,772 +2.6％

単一破綻処理基金への拠出を

除く営業費用
(2,448) (2,396) +2.2％ (2,448) (2,396) +2.2％

単一破綻処理基金への拠出 - (44) -100.0％ - (44) -100.0％

営業総利益 1,424 1,410 +1.0％ 1,421 1,331 +6.8％

リスク費用 (373) (301) +24.0％ (373) (301) +24.0％

その他の資産に係る純利益 5 21 -74.6％ 5 21 -74.6％

税引前利益 1,056 1,130 -6.5％ 1,053 1,051 +0.2％

所得税 (229) (256) -10.4％ (228) (241) -5.2％

当期純利益 827 874 -5.4％ 825 810 +1.8％

非支配株主持分 (37) (39) -5.3％ (37) (36) +1.5％

当期純利益－当行グループの

持分
790 835 -5.4％ 788 774 +1.8％

単一破綻処理基金への拠出を

除く費用収益比率(％)
63.2％ 62.2％ +1.0pp 63.3％ 63.5％ -0.3pp

 

貸付残高は、2024年12月末において合計171十億ユーロとなり、2023年12月末から1.1％増加した。その内

訳は、住宅ローンが1.3％増、専門家向けローンが0.8％増、法人向けローンが0.7％増および消費者金融が

1.7％増であった。顧客資産は、無利息型の預金およびオフバランスシート資金源に牽引され、2024年12月末

において255.0十億ユーロとなった。

2024年度の顧客獲得総数は、291,000人の新規顧客に上った。自動車保険、マルチリスクの住宅保険、医

療保険、法律保険、すべての携帯電話保険または個人傷害保険の加入率は、2023年度第4四半期と比較して

0.4パーセント・ポイント増加し、2024年12月末には27.9％となった。

2024年度において、LCLの収益は、2023年度と比較して0.6％増加し（住宅購入貯蓄制度のベース効果を除

くと2.6％）、合計3,872百万ユーロとなった。純利息収入は、ローンのリプライシングが徐々に進行し、リ

ソース費用の増加を相殺することが可能となった恩恵を受け、1.6％の減少（住宅購入貯蓄制度のベース効果

を除くと1.3％）にとどまった。受取報酬および手数料は、とりわけ生命保険セグメント（市場環境が良好な

中、資産の増加に支えられた。）、損害保険ならびに決済手数料および口座管理において、2023年度と比較

して2.7％増加した（2023年度の小切手画像の件に関するベース効果を除くと3.9％）。単一破綻処理基金へ

の拠出を除く費用は、IT関連の投資の継続および外部支出（マーケティング、コミュニケーション）によっ

て2.2％増加した。単一破綻処理基金への拠出を除く費用収益比率は、63.2％（2023年度と比較して1.0パー

セント・ポイント増）であった。営業総利益は、前年度比1.0％増加した。リスク費用は、個別企業の案件を

含む法人市場ならびにリテール市場（小規模企業および消費者金融）における確定済みのリスクの増加に影

響され、24.0％増加した。以上の結果、当期純利益－当行グループの持分に対する当事業部門の寄与は790百

万ユーロとなり、5.4％（住宅購入貯蓄制度および小切手画像処理の罰金引当金の戻入に関するベース効果を

除くと1.8％）減少した。
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全体として、2024年度のクレディ・アグリコル・エス・エーの中核事業（コーポレート・センター部門を

除く。）の当期純利益－当行グループの持分（参考値）に対する当事業部門の寄与は10％で、コーポレー

ト・センター部門を除く収益（参考値）に対しては14％であった。

2024年12月31日現在、当事業部門に割り当てられた資本は5.4十億ユーロであり、リスク加重資産は56.8

十億ユーロであった。LCLの2024年度の正常自己資本利益率（RoNE）（参考値）は、13.7％であった。

 

国際リテール・バンキング

 

国際リテール・バンキング（IRB）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務

書類表示額

2023年度

連結財務

書類表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 4,059 3,949 +2.8％ 4,059 3,949 +2.8％

単一破綻処理基金への拠出を

除く営業費用
(2,148) (2,118) +1.4％ (2,148) (2,118) +1.4％

単一破綻処理基金への拠出 - (40) -100.0％ - (40) -100.0％

営業総利益 1,911 1,791 +6.7％ 1,911 1,791 +6.7％

リスク費用 (313) (464) -32.5％ (293) (464) -36.8％

持分法適用会社 - 1 -100.0％ - 1 -100.0％

その他の資産に係る純利益 - 3 -91.7％ - 3 -91.7％

税引前利益 1,599 1,332 +20.0％ 1,619 1,332 +21.6％

所得税 (535) (422) +26.8％ (535) (422) +26.8％

非継続事業または売却目的保

有事業からの純利益
- (3) n.m. - (3) n.m.

当期純利益 1,063 906 +17.4％ 1,083 906 +19.6％

非支配株主持分 (227) (204) +11.6％ (227) (204) +11.6％

当期純利益－当行グループの

持分
836 703 +19.0％ 856 703 +21.9％

単一破綻処理基金への拠出を

除く費用収益比率(％)
52.9％ 53.6％ -0.7pp 52.9％ 53.6％ -0.7pp

 

2024年度通年の国際リテール・バンキング部門の収益は2.8％（恒常為替レートでは1.0％）増加し、

4,059百万ユーロとなった。単一破綻処理基金への拠出を除く費用は、統制下にあり、2023年度に1.4％増加

してマイナス2,148百万ユーロとなった。営業総利益は、6.7％増加（恒常為替レートでは5.3％増加）して合

計1,911百万ユーロとなった。リスク費用は2023年度と比較して32.5％減少（恒常為替レートでは21.2％減

少）し、マイナス313百万ユーロとなった。全体としては、国際リテール・バンキングの当期純利益－当行グ

ループの持分は、2023年度の703百万ユーロと比較して、836百万ユーロとなった。

2024年度通年において、国際リテール・バンキング事業部門はクレディ・アグリコル・エス・エーの主要

事業の当期純利益－当行グループの持分（参考値）（コーポレート・センターを除く。）に対する寄与は

11％で、コーポレート・センターを除く収益（参考値）の15％であった。

 

イタリア

 

2024年度のCAイタリアの事業は力強いものであった。当年度の総顧客獲得数は、187,000名の新規顧客に

達し、顧客基盤は62,000名増加した。CAイタリアの動産保険および傷害保険
(1)

における加入率は引き続き増

加し（2023年度第4四半期と比較して1.2パーセント・ポイント）、20.0％となった。
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CAイタリアは、2024年度に最も高いネット・プロモーター・スコア
(2)

を獲得したイタリアのユニバーサ

ル・バンクであり、顧客の満足度の高さを裏付けている。

同時に、2024年12月末時点のCAイタリアの貸出金残高は62.1十億ユーロ
(3)

となり、2023年12月末時点と比

較して1.7％増加し、イタリア市場
(4)

における下降トレンドとは対照的である。

2024年12月末時点の顧客資産は合計120十億ユーロとなり、2023年12月末時点と比較して3.6％増加した。

オンバランスシート預金は昨年の0.5％から比較的変化がなかった一方で、資源費用は減少した。最後に、オ

フバランスシート預金は市場効果およびプラスの純インフローの恩恵を受けて7.7％増加した。

2024年度通年のCAイタリアの収益は、1.3％増の3,056百万ユーロとなった。単一破綻処理基金およびDGS

（イタリアの預金保証基金）を除く費用は統制下にあり、2023年度通年から0.1％増加して1,602百万ユーロ

となった。営業総利益は2023年度と比較して6.1％とわずかに増加して1,396百万ユーロとなった。リスク費

用は2023年度からマイナス25.5％と減少してマイナス246百万ユーロとなった。その結果、CAイタリアの当期

純利益－当行グループの持分は合計608百万ユーロで、2023年度と比較して12.7％増加した。

CAイタリアのRoNE（正常自己資本利益率）（参考値）は、2024年12月31日時点で20.8％となった。

(注1)　自動車保険、家計保険、健康保険、法律保険、すべての携帯電話保険、または個人傷害保険。

(注2)　出典：ドクサの調査、2024年10月

(注3)　POCI残高控除後

(注4)　出典：ABI月間予測（2025年1月はすべての貸出金について12月の前年比でマイナス1.0％）

 

イタリアにおけるクレディ・アグリコル・グループの業績
(1)

 

2024年度通年において、イタリアの事業体における当期純利益－当行グループの持分（参考値）は1,254

百万ユーロとなり、2023年度と比較して20％の増加となった。これは、様々な事業部門（特にリテール・バ

ンキング、資産収集および大口顧客）の継続的な勢いを反映したものである。事業部門別の内訳は以下の通

りである：リテール・バンキングが49％、専門金融サービスが18％、資産収集および保険が21％、ならびに

大口顧客が12％。最後に、2024年度通年における当期純利益－当行グループの持分（参考値）に対するイタ

リアの寄与は16％であった。

(注1)　2024年12月31時点で、かかる範囲は、イタリアに存在する当行グループのすべての事業体（CAイタリア、CAPFM

（アゴス、リーシーズ、CAオート・バンク）、CAA（CAヴィータ、CACI、CAアシキュラツィオーニ）、アムン

ディ、クレディ・アグリコル・CIB、CAIWM、CACIES）の集合体に相当する。

 

国際リテール・バンキング－イタリアを除く

 

イタリアを除く国際リテール・バンキングにおいて、2024年12月末時点の貸出金残高は、2023年12月末時

点と比較して変動せず現在の為替レートでマイナス0.2％（恒常為替レートで5.2％）であった。顧客資産は

同期間における現在の為替レートで1.2％（恒常為替レートで8.9％）増加した。

特にポーランドにおいて、預金獲得競争を背景に貸出金残高は2023年12月と比較して3.8％（恒常為替

レートで2.1％）増加、顧客資産は7.5％（恒常為替レートで9.3％）増加した。ポーランドにおける貸出金の

取扱額は依然として強く、2023年度第4四半期と比較して現在の為替レートで9％（恒常為替レートで6.3％）

増加した。

エジプトでは、貸出金残高は2024年12月末から2023年12月末の間で16.4％（恒常為替レートで29.3％）減

少した。同期間中のインフローは26.8％減少したが、恒常為替レートではいまだ13.2％増加となった。

2024年度通年において、イタリアを除く国際リテール・バンキング部門の収益は純利息収入の増加に牽引

され、2023年度と比較して7.7％（恒常為替レートでは19.0％）増加し、合計1,003百万ユーロとなった。

ポーランドの収益は純利息収入および受取報酬および手数料に牽引され、2023年度と比較して21％（恒常為

替レートでは15％）と劇的に増加した。エジプトの収益は、EGP通貨の切り下げの文脈における為替レートの

変動を考慮すると、2023年度と比較して現在の為替レートで3％とわずかに減少したが、利鞘の大幅な増加の
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恩恵を受けて恒常為替レートでは非常に良好な結果（2023年度と比較して43％）を維持している。営業費用

は、マイナス488百万ユーロとなり、2023年度と比較して6.9％（恒常為替レートでは10.6％）の増加となっ

た。2024年12月末時点の費用収益比率は48.6％（2023年12月末時点の費用収益比率において0.4ポイントの改

善）であった。収益の力強い成長のお陰で、営業総利益は515百万ユーロとなり、2023年度から8.5％（恒常

為替レートで28.1％）増加した。リスク費用はマイナス67百万ユーロで、2023年度と比較して50.0％（恒常

為替レートで49.1％）の減少となった。全体としては、イタリアを除く国際リテール・バンキングは当期純

利益－当行グループの持分に対して228百万ユーロ寄与した。

CAイタリアを除くその他のIRBのRoNE（正常自己資本利益率）（参考値）は、2024年9月30日時点で29.5％

となった。

2024年12月31日現在、リテール・バンキング事業部門の全体は、クレディ・アグリコル・エス・エーの中

核事業（コーポレート・センター部門を除く。）の当期純利益－当行グループの持分（参考値）に21％、

コーポレート・センター部門を除く収益（参考値）に29％寄与した。

2024年12月31日現在、同部門の資本は9.9十億ユーロとなった。同部門のリスク加重資産は、合計103.7十

億ユーロとなった。

 

＜コーポレート・センター＞

 

当部門は、以下の3種類のいわゆる構造上の項目により構成されている。

・　クレディ・アグリコル・エス・エーのコーポレート・センターとしての役割、資産および負債の管理な

らびに子会社の取得または金融投資に関連する債務の管理ならびにクレディ・アグリコル・エス・エー

の連結納税による正味の影響

・　プライベート・エクイティ事業の業績およびその他の様々なクレディ・アグリコル・エス・エー系列の

会社（特にCAイモビリエ、ユニ・メディア、フォンカリス、BforBank等。）の業績。当部門には、2024

年度末に50％持分法適用となる新たなクレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジー（トラ

ンジシオン・エ・エネルジー）事業部門が含まれる。

・　クレディ・アグリコル・グループおよびその子会社の代わりに専門的な業務を行う資産会社（IT生産

（CAGIP）、支払業務（CAPS）および不動産取引（SCI））の業績

このセグメントには、グループ内取引における変動的な技術上の影響等、その他の非構造上の項目も含ま

れる。

 

コーポレート・センター（CC）－2024年度業績に対する寄与（連結財務書類表示額および参考値）

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務

書類表示額

2023年度

連結財務

書類表示額

変動

2024年度／

2023年度

連結財務書類

表示額

2024年度

参考値

2023年度

参考値

変動

2024年度／

2023年度

参考値

収益 (570) (683) -16.6％ (568) (961) -40.9％

単一破綻処理基金への拠出を

除く営業費用
(116) (64) +80.3％ (116) (64) +80.3％

単一破綻処理基金への拠出 - (77) -100.0％ - (77) -100.0％

営業総利益 (685) (825) -16.9％ (683) (1,102) -38.0％

リスク費用 (59) (17) 3.6倍 (59) (17) 3.6倍

持分法適用会社 (82) (58) +41.3％ (82) (58) +41.3％

その他の資産に係る純利益 23 (3) ns 23 (3) ns

のれんの変動額 - (9) -100.0％ - (9) -100.0％

税引前利益 (803) (911) -11.9％ (801) (1,188) -32.6％

法人所得税 336 346 -2.7％ 336 407 -17.4％
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非継続事業または売却目的保

有事業からの純利益
- - ns - - ns

当期純利益 (466) (565) -17.5％ (465) (782) -40.5％

非支配株主持分 (22) (28) -21.6％ (22) (28) -21.6％

当期純利益－当行グループの

持分
(488) (593) -17.7％ (487) (810) -39.9％

 

2024年度の「内部マージン」効果は、2023年度と比較して変動せず、収益においてマイナス832百万ユー

ロおよび費用においてプラス832百万ユーロであった。

2024年度において、コーポレート・センター事業部門の当期純利益－当行グループの持分（参考値）は、

2023年度と比較して105百万ユーロ増加し、マイナス488百万ユーロとなった。同年度において、構造上の項

目の拠出はマイナス539百万ユーロとなり、部門内のその他の項目はプラス51百万ユーロの好調な拠出を記録

した。

 

（百万ユーロ）

2024年度

連結財務

書類表示額

2023年度

連結財務

書類表示額

変動

2024年度／

2023年度

変動

2024年度／

2023年度（％）

うち、構造上の純利益 (539) (699) 160 -22.9％

貸借対照表およびクレディ・アグリコル・

エス・エーの保有
(1,120) (919) (202) +21.9％

その他の業務（CACIF、CAイモビリエ、

BforBank等）
549 207 343 +166.0％

サポート部門（CAPS、CAGIP、SCI） 32 13 19 +146.0％

うち、当部門のその他の要素 51 106 (55) -51.9％

 

「構造上」の項目の拠出は、2023年度と比較して160百万ユーロ増加したが、これは以下の3つの種類の活

動に分類される。

・　クレディ・アグリコル・エス・エー親会社のコーポレート・センターの活動および機能。拠出額は2024

年度にマイナス1,120百万ユーロとなり、2023年度と比較して202百万ユーロ減少した。これには2023年

度第3四半期に計上された住宅購入貯蓄計画の引当金の戻入に関連するマイナス171百万ユーロおよび

2023年度第2四半期における小切手画像処理に係る罰金の戻入に関連するマイナス42百万ユーロのベース

効果が含まれる。

・　CACIF（プライベート・エクイティ）およびCA・イモビリエならびにBforBank等の主要事業に付随しない

事業部門：拠出額は、2024年度にプラス549百万ユーロとなり、2023年度と比較して343百万ユーロ増加

した。かかる増加は、主に単一破綻処理基金構築期間（プラス77百万ユーロ）の終了およびプラス387百

万ユーロのバンコBPM株式の評価および配当の影響によるものであった。

・　当行グループのサポート機能：2024年度の拠出額は、2023年度と比較して19百万ユーロ増のプラス32百

万ユーロとなった。

「その他の項目」の拠出額は、2023年度と比較して55百万ユーロ減少した。

クレディ・アグリコル内の保険事業が連結された際の「内部マージン」効果は、コーポレート・センター

部門を通じて計上された。当年度における内部マージンの影響は、収益においてマイナス832百万ユーロ、費

用においてプラス832百万ユーロであった。

2024年12月31日現在、リスク加重資産は30.0十億ユーロとなった。
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＜1株当たり利益＞

 

1株当たり利益は、自己株式を除く平均発行済株式数で除された会社の当期純利益－当行グループの持分

を表す。1株当たり利益は、各株式に帰属する利益の割当（配当である、各株主に支払われる利益の割当では

ない。）を示す。1株当たり利益は、当期純利益－当行グループの持分は変化しないと仮定し、株式数が増加

した場合に減少する可能性がある。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー－1株当たりデータ

 

（百万ユーロ） 2024年度 2023年度

変動

2024年度／

2023年度

当期純利益－当行グループの持分－連結財務書類表示額 7,087 6,348 +11.6％

－　発行費を含むAT1に係る利息（税引前） (463) (458) +1.1％

－　返済されたAT1に対する為替の正味影響額 (266)  ns

普通株式に帰属する当期純利益－当行グループの持分－連結財

務書類表示額[A]
6,358 5,890 +7.9％

自己株式を除く平均発行済株式数（百万株）[B] 3,015 3,031 -0.5％

1株当たり純利益－連結財務書類表示額[A]/[B] 2.11ユーロ 1.94ユーロ +8.5％

当期純利益－当行グループの持分（参考値） 7,172 5,923 +21.1％

普通株式に帰属する当期純利益－当行グループの持分（参考

値）[C]
6,443 5,465 +17.9％

1株当たり純利益－参考値[C]/[B] 2.14ユーロ 1.80ユーロ +18.5％

 

1株当たり利益（参考値）は2023年度から18.5％増加し、2.14ユーロであった。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー－有形正味帳簿価額

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

株主持分－当行グループの持分 74,710 71,086

－　AT1の発行 (7,218) (7,220)

－　OCIに係る未実現利益および損失－当行グループの持分 1,256 1,074

－　年間の業績に係る配当仮定
(1) (3,327) (3,181)

普通株式に帰属する再評価されていない正味帳簿価額（NBV）[D] 65,421 61,760

－　のれんおよび無形資産
(2)

－当行グループの持分 (17,851) (17,347)

普通株式に帰属する再評価されていない有形資産のNBV（TNBV）[E] 47,569 44,413

自己株式を除く発行済株式総数（期末、百万株）[F] 3,025 3,029

支払配当金控除後の1株当たりNBV（ユーロ）[D]/[F] 21.6 20.4

+支払配当金（ユーロ）[H] 1.10 1.05

支払配当金控除後の1株当たりTNBV（ユーロ）[G]=[E]/[F] 15.7 14.7

支払配当金控除前の1株当たりTNBV（ユーロ）[G]+[H] 16.8 15.7

(注1)　取締役会により提案された配当金の支払が予定されている。

(注2)　非支配株主持分におけるのれんを含む。
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＜RoTE＞

 

RoTE（有形自己資本利益率）は、有形自己資本利益率（無形資産およびのれんを除外するために修正再表

示された純資産）を測定する。

RoTE（連結財務書類表示額）は、2023年度の13.6％と比べて13.8％であった。RoTE（参考値）は、1.4

パーセント・ポイント上昇して14.0％であった。

 

（百万ユーロ） 2024年度 2023年度

連結財務書類表示額業績（調整後）[I] 6,358 5,890

普通株式に帰属する再評価されていない有形資産のNBV（TNBV）－平

均
(1)

[J]
46,125

(2)
43,281

(2)

連結財務書類表示額RoTE（調整後）（％）[I]/[J] 13.8％ 13.6％

調整後当期純利益－当行グループの持分（参考値）[K] 6,443 5,465

調整後RoTE（参考値）（％）[K]/[J] 14.0％ 12.6％

(注1)　現行の実施に対する配当仮定を含む。

(注2)　普通株式に帰属する再評価されていないTNBVの平均は、2023年12月31日現在から2024年12月31日現在までの数値

に基づいて計算される。

 

RoTE（参考値）（％）

 

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの連結貸借対照表

 

貸借対照表－資産

 

（百万ユーロ） 注記
2024年

12月31日

2023年

12月31日

現金および中央銀行預け金 6.1 162,339 177,320

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
3.1, 3.2, 6.2,

6.6
600,919 523,572

売買目的保有金融資産  371,156 301,925

純損益を通じて公正価値で測定するその他の金

融商品
 229,763 221,647

ヘッジ手段のデリバティブ 3.3, 3.5 19,194 20,453

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融資産

3.1, 3.2, 6.4,

6.6
223,600 215,476
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純損益に組替えられる可能性のあるその他の包

括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融

商品

 217,494 209,352

純損益に組替えらえることのないその他の包括

利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商

品

 6,106 6,124

償却原価で測定する金融資産
3.1, 3.2, 3.4,

6.5, 6.6
1,202,475 1,151,020

金融機関に対する貸出金および債権  565,403 554,928

顧客に対する貸出金および債権  548,101 516,281

債務証券  88,971 79,811

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整  (242) (6,241)

当期税金資産および繰延税金資産 6.9 5,032 6,303

未収収益、前払金およびその他の資産 6.10 51,934 59,313

売却目的保有非流動資産および非継続事業 6.11 822 9

資産である発行した保険契約 5.3 10 -

資産である保有している再保険契約 5.3 1,021 1,093

持分法適用会社に対する投資 13.2 2,928 2,599

投資不動産 6.12 10,363 10,824

有形固定資産 6.13 9,712 8,586

無形資産 6.13 3,412 3,142

のれん 6.14 16,263 15,929

資産合計  2,309,782 2,189,398

 
貸借対照表－負債
 

（百万ユーロ） 注記
2024年

12月31日

2023年

12月31日

中央銀行からの預り金 6.1 1,389 274

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債 6.2 413,537 357,937

売買目的保有金融負債  311,824 267,860

純損益を通じて公正価値で測定するものとして

指定された金融負債
 101,713 90,077

ヘッジ手段のデリバティブ 3.3, 3.5 27,261 30,992

償却原価で測定する金融負債  1,331,045 1,290,822

金融機関に対する債務 3.1, 3.4, 6.7 178,418 202,623

顧客に対する債務 3.4, 6.7 868,115 834,998

債務証券 3.4, 6.7 284,512 253,201

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整  (7,241) (11,586)

当期税金負債および繰延税金負債 6.9 3,243 3,090

未払費用、繰延収益およびその他の負債 6.10 61,068 60,568

売却目的保有非流動資産および非継続事業に係る

負債
6.11 194 21

負債である発行した保険契約 5.3 362,862 348,452

負債である保有している再保険契約 5.3 70 76

引当金 6.15 3,770 3,516

劣後債務 3.4, 6.16 29,273 25,317
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負債合計  2,226,471 2,109,478

株主持分  83,311 79,919

株主持分－当行グループの持分  74,710 71,086

資本金および資本剰余金  30,904 30,907

利益剰余金  38,688 36,265

その他の包括利益  (1,969) (2,434)

非継続事業に係るその他の包括利益  - -

当期純利益  7,087 6,348

非支配株主持分  8,601 8,833

負債および株主持分合計  2,309,782 2,189,398

 

＜連結貸借対照表の主要な変化＞

2024年12月31日現在のクレディ・アグリコル・エス・エーの連結資産合計は、2023年12月31日現在から

120.4十億ユーロ（プラス5.5％）増の、2,309.8十億ユーロであった。

この増加は、主に以下に起因する。

・　77.3十億ユーロの純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の増加

・　51.5十億ユーロの償却原価で測定する金融資産の増加

・　15.0十億ユーロの現金および中央銀行預け金項目の減少により相殺

 

＜主要な項目の分析＞

顧客および金融機関に対する貸出金および債権の総額は、2024年12月末現在、2023年度と比較してプラス

3.9％すなわち42.3十億ユーロ増加し、1,113.5十億ユーロとなった。

顧客に対する貸出金および債権の総額は、前年度が516.3十億ユーロであったのに対して、2024年12月31

日現在は548.1十億ユーロであった（プラス6.2％）。この増加は主として、デグルーフ・ピーターカムの連

結（プラス2十億ユーロ）および様々な残高に関するクレディ・アグリコル・CIBにおける19十億ユーロの増

加によるものであった。

金融機関に対する貸出金および債権は増加し、2023年度末の554.9十億ユーロに対して、2024年12月31日

現在は565.4十億ユーロであった（プラス1.9％）。かかる増加は主として、預金供託金庫に一元的に集めら

れた預金の増加によるものであった。

金融機関および顧客に対する債務の総額は、2024年度末現在、2023年度末と比較してプラス0.9％すなわ

ち8.9十億ユーロ増加して、1,046.5十億ユーロとなった。

かかる増加は主として、顧客に対する債務が33.1十億ユーロ（プラス4.0％）増加して868.1十億ユーロと

なったことによる。この増加は主として、デグルーフ・ピーターカムの組み込み（プラス6十億ユーロ）、

様々な残高に関するクレディ・アグリコル・CIBにおける顧客との取引の増加およびCACEISにおける顧客預金

の増加によるものである。

金融機関に対する債務は、最後の貸出実行が行われたTLTRO貸付金の返済（マイナス17.4十億ユーロ）な

らびに地域銀行に対する預金および借入金の減少を主因とし、24.2十億ユーロ（マイナス11.9％）減少して

178.4十億ユーロとなった。

2024年12月31日現在、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、前年度比で14.8％（77.3十億ユー

ロ）増加して600.9十億ユーロとなった。かかる増加は主として、デリバティブ残高の増加によるものであ

る。

2024年12月31日現在、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債は、前年度比55.6十億ユーロ

（15.5％）増加し、413.5十億ユーロとなった。かかる増加は主として、レポ取引およびデリバティブ残高の

増加によるものである。
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2024年12月末現在、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、前年度比8.1十億ユーロ

（3.8％）増加し、223.6十億ユーロであった。

2024年度末の持分法適用会社に対する投資の総額は、12.7％増の2.9十億ユーロとなった。

2024年12月末現在、中央銀行預け金は、15十億ユーロすなわち8.4％減少して162.3十億ユーロとなった。

かかる減少は主として、最後の貸出実行が行われたTLTRO Ⅲ借入金の返済および様々な当行グループの事業

体における預金の減少によるものであった。

ヘッジ手段のデリバティブ商品は、主として金利カーブの変化により、それぞれ前年度比で、資産側で

6.2％減、負債側で12.0％減となった。

2024年12月31日現在、未収収益、前払金およびその他の資産は、2023年度と比較して7.4十億ユーロ減少

し、51.9十億ユーロとなった。この減少は主として、預金ならびにデリバティブおよびレポ取引に対する証

拠金請求の減少に加え、未決済勘定の減少によるものである。

負債である発行した保険契約は、2024年度において、2023年度から4.1％増の362.9十億ユーロとなった。

この14.4十億ユーロの増加は特に、資産の増加に伴う保険負債の増加（主にVFAモデルに基づく。）によるも

のであった。

債務証券は、2024年12月31日現在、31.3十億ユーロ（12.4％）増加して284.5十億ユーロとなった。これ

は、主にクレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBによるものであった。

2024年12月31日現在の株主持分は、前年度比4.2％増の83.3十億ユーロとなった。2024年度末の株主持分

－当行グループの持分は、前年度比5.1％増の74.7十億ユーロとなった。

 

2025年度の見通し

 

＜非常に条件の厳しいシナリオ＞

かつてないほどに、見通しは米国の地政学的および経済的政策の動向に左右されている。新政権が講じる

措置の規模および時期に関する仮定によると、米国においては、経済は堅調を維持すると予想されるが、イ

ンフレ率は上昇し、金融緩和は鈍化し、長期金利は上昇圧力にさらされるであろう。さらに、これらの措置

は、潜在成長率を下回るユーロ圏の回復の低迷予想の一因である。

米国の（およびその延長線上で国際的な）シナリオを概説するには、実施予定の措置が大統領の権限内か

議会の承認を要するかに応じて、当該措置の規模および時期に関する仮定を行う必要があることは明白であ

る。関税に関しては、米国大統領の脅しは過度な圧力戦術同然と言える。大幅な引上げを内容とする中間シ

ナリオを提示しているが、選挙運動中の提案ほど高い税率とはなっていない。貿易関税は、中国に対して、

2025年度第2四半期から平均40％引き上げられる見込みであり、その他の国々に対しては、2025年度下半期に

おいて段階的に、平均6％引き上げられる見込みである。その後、減税を重視し、巨額の財政赤字を維持する

積極的な財政政策が実施される予定である。その影響は2026年度以降に判明するであろう。移民について

は、大統領就任時から制限が適用される可能性がある。かかる制限により、移民の流入は急激に減速するこ

とが見込まれ、また、強制送還が予想されるものの、何百万もの人々に対する大規模かつ無差別な強制送還

ではなく、対象を絞ったものとなるであろう。最後に、規制緩和は、エネルギー部門および金融部門に最も

恩恵をもたらすと見込まれ、大統領の任期においてプラスの効果をもたらすと予想される。

米国では、こうした政策方針が概して成長の後押しとなるであろう。積極的な財政政策および規制緩和の

プラスの影響が、関税および移民制限のマイナスの影響を上回る場合、成長は実現する。米国経済が底堅

く、その成長率は予測を上回り、2024年度において約2.8％となることが見込まれることを考慮すると、成長

はやや鈍化するものの、依然として堅調であることが示唆されている。多くの脆弱性（低所得世帯および中

小企業は金利上昇の影響を受けやすい。）により、当行のシナリオでは、2025年度に1.9％まで減速し、2026

年度に2.2％まで回復すると仮定しており、この傾向はインフレ率の上昇を伴う可能性が高い。2％目標に向

けたディスインフレの道筋の終着は、実際には最も困難であり、関税により25から30ベーシス・ポイントの

価格上昇圧力が生じる可能性がある。そのため、総合インフレ率は来春に約2％まで低下し、2025年度末まで
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に約2.5％まで上昇した後、2026年度には安定的に推移すると予想される。金融政策の緩和余地は非常に限ら

れるであろう。

ユーロ圏においては、経済が依然としてその潜在成長力に見合っておらず、米国における成長ペースを下

回っているため、成長率が低迷することが見込まれる。家計消費の回復は小幅な成長の伸びを示唆している

ものの、投資に関する最新のデータは、大幅な回復を予見させるものではない。インフレ率の低下は、購買

力を高めるとともに実質資産の再構築を後押しし、つまり貯蓄の減少を意味するものであり、また金利の低

下は、不動産の購買力回復の一助となる。家計支出の継続的回復に向けた条件は整っているものの、財政引

締めと世界的な不確実性により貯蓄率の高止まりが助長される可能性が高いため、その回復ペースは非常に

緩やかなものとなる。したがって、当行のシナリオでは、消費に関して、2024年度の0.7％に続き、2025年度

に1.1％および2026年度に1.2％と緩やかに回復すると想定している。投資に関しては、2024年度に急落した

後、2025年度においては、金利引下げの波及の遅れと、とりわけ国内需要の低迷および海外需要に関する不

確実性の増大により、引き続き打撃を受けるものと思われる。投資は、1.5％の成長にとどまり、その後2026

年度には2％とわずかに回復する見込みである。トランプ政権の政策は、短期的には主にその不確実性によ

り、ユーロ圏における成長にややマイナスの影響を及ぼすものと思われる。また、金融・財政政策の組み合

わせは、依然として成長に不利であり、中央銀行政策金利は2025年度半ばまでに中立に戻る一方、ECBのバラ

ンスシートの縮小は、緊縮姿勢を引き続き反映したものである。そのため、当行の予測では、成長は比較的

緩やかな加速傾向にあり、2024年度における0.7％から2025年度に1％に、2026年度に1.2％に上昇すると考え

ている。潜在的成長率は達成されるものの、米国経済との成長格差が広がるため、わずかにマイナスである

GDPギャップは解消されないであろう。

フランスにおいては、2025年財政法が年初（おそらく第1四半期末）に採択され、前バルニエ政権の法案

による予測よりも財政の回復が弱いと仮定すると、2025年度の成長率は0.8％に低下するであろう。国内政治

や国際貿易政策を巡る不透明感により、特に年初において、経済活動は抑制されるものと思われる。家計お

よび企業は、消費、投資および雇用に対し、静観的姿勢を強める可能性が高い。それにもかかわらず、イン

フレ率が小幅ではあるものの年平均ベースで2.1％（消費者物価指数）に低下する等、継続的なディスインフ

レの進行により、家計消費は増加する見込みである。家計貯蓄率は、当年度下半期まで低下せず、非常に高

い水準を維持すると見込まれる一方、失業率は緩やかに上昇する見通しである。その一方、民間投資は、安

定的に推移することが見込まれ、回復は2026年度まで先延ばしとなるであろう。輸出と輸入がほぼ同じペー

スで成長することが見込まれるため、外国貿易が成長に寄与することを期待することはできない。若干の在

庫補充現象が成長を支えることが見込まれるが、財政措置は弱まる可能性が高い。しかし、財政赤字は、GDP

の6％とわずかな減少にとどまるものと予想される。イタリアにおいては、2025年度に小幅な改善が見込ま

れ、GDP成長率は0.6％と予測されている。労働市場の悪化とインフレ率の小幅な上昇が予想されるものの、

消費が経済の主な原動力となるであろう。生産的投資は、より好ましい金融環境による恩恵を受ける可能性

がある。建設部門は、景気刺激策の対象プロジェクトにより部分的に支えられるものの、過去数年の好況の

余波を受け、引き続き悪化することが見込まれる。

新興国に関しては、「トランプ2.0」に伴う困難がなければ、状況は改善するであろう。これは、米国中

央銀行の政策金利の低下が世界的な金融緩和につながり、新興国通貨に対する下落圧力が緩和され、より一

般的には新興国に対する外国からの資金調達に係る下方圧力も緩和され、インフレ率の低下および利下げに

より国内の成長が支えられ、先進国（主に米国）への輸出も依然として好調であるためである。しかし、こ

うした支援的要因の効果は、米国新政権が講じる措置の予想される影響により損なわれるおそれがある。貿

易関税により、新興国の輸出品が割高なものとなり、輸出量を減少させる可能性があることに加え、米国で

は金融緩和が縮小し、ウクライナに対する米国の軍事的・財政的支援が削減される可能性があり、欧州にお

ける地政学的不確実性が高まっている。そのため、インド、インドネシアもしくはブラジルといった開放性

の低い大国、一次産品の輸出国または中国と緊密に統合した経済圏の方が、トランプ旋風への備えには有利

であろう。
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中国では、12月に開催された直近の政治局会議において、内需の拡大と不動産市場および株式市場の安定

化のため、「より積極的な」財政政策と「十分に緩和的な」金融政策を実施するとの当局のコミットメント

が提示された。貿易摩擦の時代が忍び寄っており、重要製品（レアアース等）の輸出制限を除いては、報復

の手段は限られている。輸出競争力を高める（既に人民元は歴史的な低水準にある。）ことまたは関税を相

互に引き上げることで対応するのは困難であり、ただでさえ非常に脆弱な国内消費を悪化させるおそれがあ

る。当局による国内需要に対するより積極的な支援計画は評価に値するが、かかる戦略の有効性は、家計の

景況感に左右される。景気回復は、法令により指図することはできず、当行のシナリオでは、2025年度にお

いても成長は鈍化するとの予測を維持している。

大幅な金融緩和に対する市場の期待は覆され、特に米国においてはもはや議題に上ることはない。

インフレ率が2％を上回り、かつ再び上昇に転じる可能性がある等、堅調を維持すると見込まれる経済に

おいては、緩和策は控えめなものとなるであろう。米国連邦準備制度は、2024年度に合計100ベーシス・ポイ

ント（bp）の利下げを実施した後、2025年度上半期においてフェデラル・ファンド・レート（目標範囲の上

限）を4.00％とし、合計でさらに50ベーシス・ポイントの利下げを行い、その後は長らく停滞期間が続く可

能性がある。インフレ率が目標に達し、景気後退の兆しもないため、ECBは、量的引締めを維持しつつ、中央

銀行の政策金利による小幅な金融緩和を継続する可能性が高い。ECBは、2024年度に25ベーシス・ポイントの

4度の利下げを行った後、1月、3月および4月の会合において25ベーシス・ポイントの利下げを実施すると見

込まれ、預金金利を2.25％に維持すると予想される。これは、中立金利予測（2.50％）をごくわずかに下回

る水準である。

あらゆる面で長期金利の上昇シナリオが示されている。米国においては、経済シナリオ（成長の鈍化は限

定的で、インフレ率の低下は期首に集中する。）および小幅な金融緩和とそれに続く早期の据え置き期間を

考慮し、金利は2025年度上半期において若干低下した後、上昇に転じる可能性がある。新たな予測では、10

年物国債金利は、2025年度末に約4.50％となった後、2026年度末には約5.00％に上昇すると見込まれてい

る。

ユーロ圏においては、市場による過度な金融緩和への期待、その是正によるスワップ・レートの上昇、

ECBのバランスシートの縮小（量的引締め）に連動する政府債発行量の増加、依然として高い国債の発行額

（純額）および米国債利回りの上昇が欧州の同等債に波及すること等、多くの要因がソブリン金利の上昇シ

ナリオにつながっている。ドイツ経済（2月に早期選挙が実施される。）が引き続き低迷し、フランスの政治

情勢が依然として不透明である一方、「周辺の」国々は良好な経済的成果を享受し（特にスペイン）、その

政治的安定性により（イタリアおよびスペインが該当する。）、2024年度にドイツの10年物金利に対するス

プレッドが大幅に縮小した。これらの国々は、2025年度においても同様の支援的要因の恩恵を受けるであろ

う。そのため、当行のシナリオでは、2025年度末現在におけるドイツ、フランスおよびイタリアの10年物金

利を、それぞれ2.55％、3.15％および3.55％と想定している。

最後に、ドルに関しては、利回りの点でドルの魅力が高まっていることを含め、多くのプラスの要因がそ

の価格に既に大幅に織り込まれていると思われる。そのため、当行のシナリオにおいては、ドルは2025年度

を通じて直近の高値付近で推移し、長期にわたりその価格を超えることはないと想定している。

 

＜2025年度中期計画＞

2022年6月22日、クレディ・アグリコル・エス・エーは新しい中期計画2025年度意欲を発表した。

この計画は、特殊な時期に発表された。「中期」は、観察可能な期間として消失し、複数の危機の積み重

ねの影響のもとで特に不透明な「短期」ならびにエネルギーの脱炭素化、生物多様性および環境の保全、農

業および農産物技術の進歩ならびに社会の安定に不可欠な社会的包摂を組み合わせた「長期」という期間に

道を譲った。

全体としてみると、2025年度意欲はこのパラダイムの一部であり、当行グループのロードマップは明確で

ある。すなわち、すべての顧客およびすべての地域が困難な状況を克服できるように支援し、すべての社会

的転換を促進および加速させる者としてコミットし、未来のために行動をすることである。
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実用性および普遍性を兼ね備えた当行の歴史的モデルおよび社会の主たる変革にコミットする利害関係者

としての当行のDNAがこれらの目標の達成を可能にする。

・　当行の2025年度の増幅軌道は、クレディ・アグリコル・グループのリテール・バンキング・ネット

ワーク
(1)

における1百万人超の顧客の追加を目標とした、力強い有機的成長ポテンシャルに基づいて

いる。ヨーロッパにおけるリーダーである当行の事業部門は、新たな用途に対応し、移行を支援する

ために、提供するサービスの開発および拡張を続ける必要がある。この計画は、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの当期純利益－当行グループの持分を6十億ユーロ超とし、ヨーロッパでは既に最高水

準にある当行の収益性をさらに強化し、有形自己資本利益率を12％超とすることを目的としている。

・　2030年度以降を見据え、当行グループは社会に役立ち、発展の機会を提供する2つの新しい事業部門を

組織および構築している。

・エネルギー転換にすべての人が利用できるようにし、再生可能エネルギーの出現を加速させるための

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ

・ヘルスケアおよび高齢者向けサービスへのアクセスを促進するためのクレディ・アグリコル・サン

テ・エ・テリトワール

(注1)　地域銀行、LCL、CAイタリアおよびCAバンク・ポルスカ。

 

的を定めた提携および買収によって補完される有機的成長の大きな可能性

2025年度に向かうこの不確実な環境において、クレディ・アグリコル・エス・エーは有機的成長の大きな

可能性に依拠することが可能である。当行グループは、2025年度までにフランス、イタリア、ポーランドで

リテール・バンキング顧客を1百万人増やすことを目標とし、保護保険、貯蓄および不動産ソリューションの

顧客数を増加させようとしている。当行グループの目標は、新たなニーズに対応するために（よりアクセス

しやすく、より責任感のある、よりデジタル化された）サービスを拡大および適応させることである。

中期計画の開始以降、新規の純顧客獲得数は687,000名に達し、顧客満足度の向上とデジタル・チャネル

の利用拡大が進んでいる。LCLは年間最優秀顧客サービスを2年連続でかつ4年間のうち3度も受賞
(1)

し、CAイ

タリアはネット・プロモーター・スコア
(2)

で2年連続第1位となった。同時に、LCLは口座開設に関してデジ

タル化を進め、その売上の15％は「セルフケア」によるものである。最後に、BforBankは、新規の商用サー

ビスを2023年9月に開始した後、現在は目標に沿った顧客獲得に取り組んでおり、2024年度にわたり125,000

名超の顧客を獲得し（総獲得数）、300,000名超の顧客基盤を有している。このブランドは、かかる拡大を継

続し、2025年度末までに約500,000名の顧客獲得を目指している。

さらに、当行グループの収益性（3年間でROI 10％超）、コンプライアンスおよびリスクの制約の範囲内

で、的を定めた買収および提携の戦略も継続する予定である。2025年度意欲の中で、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーは、金融業者との新たな販売提携ならびに産業および技術提携の機会を追求する予定であ

る。

したがって、2022年度以降、クレディ・アグリコル・エス・エーの外部成長は、5つの主要な発展領域を

中心としている。

まず、事業部門は、複数の再編的買収を通じて、その専門知識の結合および発展を継続した。インドスエ

ズ・ウェルス・マネジメントは、デグルーフ・ピーターカムの76.56％の株式の取得を最終化し、ベルギーに

おけるプレゼンスを高め、様々な事業部門との間で大きな相乗効果を生み出した。プライベート・バンキン

グは、プライベート・バンキング事業者向けの顧客関係管理に特化したフィンテック企業のウェルス・ダイ

ナミクスの過半数株式を取得した。CACEISは、RBCインベスター・サービシズの欧州事業の統合に伴い規模を

変革し、BNPパリバと共同で、新たな発行体向けサービス事業会社Uptevia
(3)

を設立した。クレディ・アグリ

コル・エス・エーは、保有比率を100％に引き上げることを意図して、サンタンデールが保有するCACEISの

30.5％の株式取得に関する契約を締結した。2023年度におけるカジノの不動産管理事業（スデコ）の買収お

よび2024年度におけるネクシティ・プロパティ・マネジメントの買収を経て、クレディ・アグリコル・イモ
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ビリエは、フランスにおける不動産管理の大手企業
(4)

となった。CAL&Fは、ドイツにおける事業展開を加速

させ、メルカ・リーシングの買収契約を締結した。アムンディは、プライベート・アセットの総合管理を専

門とするアルファ・アソシエイツの買収によりその専門知識を強化し、アイシゴの買収により、貯蓄商品の

販売会社向けの技術ソリューションの展開を本格化した。

また、専門金融サービス部門は、包括的なモビリティサービスを展開した。これには、長期の自動車レン

タルにおいて欧州のリーダーとなるべくステランティスと共同で設立した、ジョイント・ベンチャーのリー

シーズ、その他のメーカーや独立系販売会社との提携を進めるためのCAオート・バンク（従前はFCAバンク）

の100％の取得、ALDおよびリースプラン
(5)

に関する欧州の子会社6社の買収、中国におけるGACリーシングの

50％の取得、そして最後に、主にワテア
(6)

の少数持分の取得、オプトゥヴァン
(7)

とのジョイント・ベン

チャーの設立およびハイフロー
(8)

の買収を通じて、2026年までに20のサービス提供開始を目指すCAモビリ

ティ・サービシズの設立が含まれる。

同時に、保険事業部門は、クレディ・アグリコル・アシュランスとバンコBPMとの間のイタリアにおける

損害保険および信用保険の販売契約、自動車保険におけるパシフィカ・アシュランスとルノー（モビライ

ズ・フィナンシャル・サービシズ）の提携等の新たな商業パートナーシップを通じて販売ネットワークを拡

大した。また、アムンディは、ビクトリー・キャピタルの26.1％の戦略的持分および相互的な15年間の販売

契約と引き換えに、アムンディ米国をビクトリー・キャピタルに譲渡する旨の契約を締結した。

さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーは、デジタル化と革新を加速させる取組みの一環として、

ワークライフ
(9)

の過半数持分を取得し、ワールドライン
(10)

と提携した。2024年1月22日、クレディ・アグリ

コル・エス・エーは、ワールドラインの7％の少数持分の取得を発表した。

最後に、新規のCAT&EおよびCAS&T事業部門による取引を支えるため、クレディ・アグリコル・エス・エー

は、R3（エネルギー転換コンサルタント）の少数持分、セルフィー（エネルギーの生産・供給）の持分、オ

メディス、メディカリブおよびオフィス・サンテの過半数持分ならびにセット・ファミーユの少数持分を取

得した。

買収および提携の着実なフローは、自己資金で賄われており、中期計画を通して価値を創出している。す

なわち、合計で7.2十億ユーロが投資され、1.4十億ユーロが売却され、約3十億ユーロの収益が生み出された

（2025年度までの経済見通し）。

当行グループの優先事項は、2025年度意欲計画でも確認されたように、顧客重視の銀行を通じて、ヨー

ロッパで発展し続けていくことである。特にポーランドでは大規模な変革計画があり、フランス、イベリア

地域およびドイツで大きな可能性を持つ事業部門を有機的にまたは提携および買収によって発展させてい

く。その他の地域では、主に事業部門によって主導される開発は、より選択的に行われ、地政学的リスクを

考慮した上で、クレディ・アグリコル・エス・エーのコンプライアンスおよび収益性基準に従って実行され

る。

(注1)　BVA 2024年

(注2)　ドクサの調査、2024年10月

(注3)　Upteviaは、資本記録（株式、債券、ワラント等）の維持管理、株主総会の運営および集中管理、金融取引の

組成および一元化ならびに従業員持株制度の管理等、幅広い業務サービスを発行体向けに提供している。ま

た、Upteviaは利付商品（債券、譲渡性債務証券等）についても同様のサービスを提供している。

(注4)　出典：Xerfi

(注5)　ポルトガルおよびルクセンブルクにおけるALDおよびリースプランの事業のリーシーズへの統合、ならびにア

イルランド、ノルウェー、チェコ共和国およびフィンランドにおけるALDおよびリースプランの事業のCAABへ

の統合

(注6)　月額制の電動自動車管理ツール

(注7)　延長保証サービス
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(注8)　個別車両輸送の大手企業

(注9)　従業員給付管理ツール

(注10) 革新的な商業サービス発展に向けたジョイント・ベンチャーの設立

 

より具体的には、当行グループの各事業体は2025年度の目標および優先事項を詳細に定めている。

リテール・バンキングにおいてLCLは、都市部、起業家および富裕層を中心とした強力な顧客基盤を持ち、

独自のポジショニングを有している。同行は2025年度までに、このポジショニングを強化し、商品の提供お

よび顧客当たり商品保有率を発展させるつもりである。同行は、起業家および経営幹部向けの戦略的な顧問

サービス、エクイティ・ファイナンスの提供およびプライベート・バンキングの提供を通じて、専門性の向

上を目指している。その目的は、その主要プロセスのデジタル化を加速させるとともに、エネルギー転換に

おける中小企業および中規模企業の顧客サポートを加速することである。

国際リテール・バンキングにおいてCAイタリアは、デジタル変革を追求しており、ESG、不動産、アグリ・

アグロ、損害保険および管理貯蓄を強化している。また当行は、組織再編、労働力の合意化、柔軟な働き方

の導入およびデジタル技術の利用拡大により、単一破綻処理基金への拠出を除く費用収益比率を2025年度ま

でに61％未満にすることを目指して、業務効率を強化している。CAバンク・ポルスカは、2025年度までに

60％超のアクティブな銀行顧客を獲得することを目標に、デジタル機能の開発とバンキング・サービスの拡

充により、有機的成長を遂げることに注力している。同社は、ポーランドで2番目に大きいリース会社である

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリングの子会社の顧客基盤を活用し、特定のセグメ

ントにおける展開を目指している。クレディ・アグリコル・エジプトは、法人顧客や富裕層向けのブランド

を継続的に開発し、エジプトを代表する欧州銀行としての地位を固めたいと考えている。ウクライナでは、

クレディ・アグリコル・ウクライナと共に当行グループが存在することにより、いずれは同国の復興に貢献

したいと考えている。

専門金融サービスにおいてクレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ

（CAPFM）は、2023年度上半期に効力が生じたステランティスとの50/50のジョイント・ベンチャーを通じ

て、2026年度までに長期リース車両1百万台を目標とする、モビリティにおける欧州のリーダーのリーシーズ

の設立を完了させた。また2023年度上半期にクレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・

モビリティは、FCAバンクおよびドリヴァリアの100％を買収したことにより、クレディ・アグリコル・オー

ト・バンクを設立した。同社は、どの製造業者からも独立して運営されており、かつクレディ・アグリコ

ル・グループの支援を受けている、マルチブランド自動車金融における汎欧州のリーダーである。そのため

CAPFMは、欧州19ヶ国を網羅する産業プラットフォームによる自動車金融の能力および新しい用途や環境問題

に対応するモビリティ提案（短期のレンタルを含む。）を強化している。2025年度までに、CAPFMが融資する

新車の2台に1台は、低公害車（ハイブリッドまたは電気）になる予定である。CAPFMはまた、包括的で意欲的

な一連のサービスを開発するために、クレディ・アグリコル・モビリティ・サービシズを創設し、2026年度

までに20を超える自動車サービスを提供するという新たな戦略的な柱を構築した。クレディ・アグリコル・

リーシング・アンド・ファクタリング（CAL&F）では、汎欧州のファクタリング・プラットフォームおよび

リース市場により、欧州での事業展開を推進する意向である。CAL&Fは、デジタルによる診断・助言プラット

フォームおよび再生可能エネルギーへの融資を提供することにより、事業を強化しようとする企業の変遷に

おけるパートナーとして、また顧客向けに高付加価値のターンキー・リース・ソリューションを開発するこ

とにより、利用経済への移行において、際立った存在となっている。

資産収集部門においてアムンディは、責任ある投資へのコミットメントを強化し、（特にパッシブ運用お

よび実物資産への取組みを強化することにより）リーダーシップを高め、貯蓄のバリューチェーン全体にお

けるサービスおよびテクノロジーの主要な提供者となり、価値創造型の買収を追求することを目標としてい

る。インドスエズ・ウェルス・マネジメントは、富裕層の顧客、当行グループの銀行の富裕層の顧客、ファ
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ミリー・オフィスおよび次世代の顧客
(1)

への提案を展開することにより、成長を加速させる意向である。ま

た同行は、ESG商品の年間販売量を5倍に増やすために、支援を強化する。

最後に、クレディ・アグリコル・アシュランスは、責任ある投資商品の拡充、顧客のリスク選好に応じた

新たなユニット・リンク商品および345十億ユーロの残高を目標に、貯蓄ソリューションの強化を継続する予

定である。また、2.5百万件の新規契約を目標に、損害保険加入率の向上を加速させることを目指している。

また、同保険会社は、健康保険および退職金に関連する取組みを強化するよう努めている。同社は、2025年

度までに健康保険受給者数を40％増加させることを目標としている。同社は、2025年度までに退職金資産を

総額23十億ユーロにすることを目標に、様々な「明日の健康な老後（ageing well tomorrow）」サービスを

展開するクレディ・アグリコル・アシュランス・ルトレット（年金保険）を設立することにより、包括的な

退職金関連商品を提供することを目指している。

大口顧客に関して、クレディ・アグリコル・CIBは、特に水素などの新興技術に関する専門知識を発展さ

せ、約250人の専門家およびコーディネーターからなる「サステナビリティ・コミュニティ」を作ることによ

り、エネルギー転換における顧客へのサポートを強化するために進化している。同行は、セクターや商品の

提供の拡大を伴って、また事業部門の産業化、特にデット・ファイナンスの提供を通じて欧州においても活

動を強化することにより、顧客重視の戦略を追求している。CACEISは、提供するサービス（特にETF、年金基

金、ファンド販売サービス、プライベート・エクイティ不動産ソリューションまたはPERES
(2)

およびデジタ

ル資産）を拡大し、リスク管理およびESG原則の統合に重点を置くことにより、変化する資産サービシング市

場において顧客をサポートすることを目指している。その目標は、取扱高の成長による業務効率の向上を継

続するとともに、技能センターの整備やプロセスのデジタル化をさらに進める戦略を追求することである。

(注1)　次世代：顧客の子供や成功している若手の起業家。

(注2)　プライベート・エクイティおよび不動産のサービス。

 

2025年度意欲では、機能横断的な事業部門および技術サービスの強化も目指している。

決済：当行グループの決済事業部門は、消費者および加盟店の間でフランスのリーダー的存在であり、今

後も新しい提供を行うことで、この地位を強化し、現在から2025年度までの間に20％の収益成長を目指す。

同事業部門は、個人向けに分割払いや決済指図伝達のサービスを開始すること、電子商取引における市場

シェアを拡大すること、予定されているワールドラインとのジョイント・ベンチャーを活用して加盟店向け

にパートナーシップを通じたオムニ・チャネルの全セグメント受入れサービスを提供することを計画してい

る。

不動産：当行グループは、個人顧客向けの不動産サービス（取引、賃貸および賃貸管理を含む。）をリ

テール・バンキングに直接統合することを推進している。また、法人および機関投資家の顧客に対しては、

環境上および社会的な転換、不動産の戦略ならびに資産評価について支援を行っている。商業用不動産管理

に特化したスデコを2023年に、ネクシティ・プロパティ・マネジメントを2024年に買収した当行グループ

は、あらゆる資産クラスを網羅し、包括的に地域をカバーする、不動産管理におけるフランスのリーダーと

なる。

デジタル銀行：2023年度には、BforBankが欧州において、（5年間で450百万ユーロの投資を行うという）

意欲的な新たなオンライン・バンキングのポジショニングを開始した。専門家向けのネオバンクであるブラ

ンクは、当行グループのネットワーク内で成長を続けており、零細企業／中小企業の顧客の電子請求への移

行をサポートする新たなプラットフォームであるコレクトも同様である。

当行グループの成長の推進力であるサービスとしてのテクノロジーの台頭。アズコールおよびアムン

ディ・テクノロジーという2つのテクノロジー・プラットフォームは、既に数十の関係者に販売されている。

当行グループは、この商業的発展を継続し、2025年度末までにアズコールからの運用資産を240十億ユーロに

すること、またアムンディ・テクノロジーによる収益を5倍に増やすことを目標とするとともに、新しいプ

ラットフォームを開発し販売することを計画している。
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2つの主要な成功要因：デジタル変革および人間の責任

クレディ・アグリコル・エス・エーの意欲は、人間の責任によって強化されるデジタル・リレーション

シップ・モデルに基づくものである。同行は、顧客の75％がデジタル・チャネルを利用し、販売の15％を顧

客が自律的に行うことを目指している。

また、イノベーション・サイクルを100％網羅するために、当行グループのスタートアップ・スタジオであ

るラ・ファブリック by CAを活用することにより、イノベーション能力が強化されている。このデジタル変

革は、期間中の20十億ユーロのIT・デジタル予算（2025年度ITプログラムを通じた1十億ユーロの技術革新投

資額を含む。）によってサポートされる計画である。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、金融サービスにおいてフランスの好ましく責任ある雇用主とな

り、欧州でトップ5に入ることを目標として、組織の合理化ならびに経営上の変革および文化的な変革を継続

することを目指している。リンクトインの2024年トップ企業調査は、プロファイルの多様性、機会均等、技

能開発およびキャリアアップの観点から、金融サービスにおけるクレディ・アグリコル・グループのリー

ダーシップを裏付けている。

 

2025年度意欲：財政の軌道

2025年度意欲は、従前の計画に沿って業績および収益性の意欲的な成長を目指しており、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの財務力をさらに裏付けるものである。著しい経済の不確実性と気候変動の緊急性を背

景に、「2025年度意欲計画」はクレディ・アグリコル・グループの堅実かつ継続的な開発能力に依拠してい

る。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの2025年度の財務目標

 

 2025年度の目標 2024年度

当期純利益－当行グループの持分 6十億ユーロ超 7.2十億ユーロ
(1)

有形自己資本利益率（RoTE） 12％超 14.0％
(1)

費用収益比率（単一破綻処理基金への拠出を除

く。） 58％未満
(2)

54.4％
(2)

CET1
11％

(3) 11.7％

分配 現金で50％
1株当たり1.10ユーロ

の配当
(4)

(注1)　2024年度の参考値。

(注2)　費用収益比率（単一破綻処理基金への拠出を除く。）の参考値。

(注3)　CET1について、監督上の検証・評価プロセスを少なくとも250ベーシス・ポイント上回る。

(注4)　2025年度の株主総会の承認のために提出された2024年度の配当金に関する提案。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの「2025年度意欲」中期計画の一環として発表された財務目標は、予

定よりも1年前倒しで達成された。

・　当期純利益－当行グループの持分（参考値）は2024年度に7.2十億ユーロに達した。

・　2024年度の費用収益比率（単一破綻処理基金への拠出を除く。）の参考値は54.4％であった。

・　2024年度の有形自己資本利益率の参考値は14.0％であった。

・　段階的適用ベースのCET1は2024年度に11.7％に達した。

・　中期計画全体で当期純利益の50％を現金で分配するというコミットメントが満たされた。

クレディ・アグリコル・エス・エーが中期計画目標を1年前倒しで達成したのは、これで3回連続である。
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当行グループは、常に社会の主要な変化に対応してきた利害関係者であり、2050年度までにカーボン・

ニュートラルに貢献するという意欲のために構造化を進めている。また当行グループは、変化する社会の

ニーズに応えるために、2つの新たな事業部門を立ち上げている。

当行グループは、責任ある積極的なプレーヤーとして、社会的および地域的な結束を維持する公正な気候

変動のためのアプローチを採用している。このアプローチは、2021年12月に提示され、2025年度意欲の中期

計画の一部としてさらに発展した3つの優先課題、すなわち気候のための行動を起こすこと、特に医療への平

等なアクセスを促進することにより社会的結束を強化すること、ならびに農業および農業食品の転換を成功

させることに基づいている。

気候に関して、当行グループは2050年度までに世界のカーボン・ニュートラルに貢献することを約束して

いる。中期計画の一部として提示された当初のコミットメントを受けて、クレディ・アグリコルは、2022年

12月および2023年12月に開催された2回の気候ワークショップ中に、クレディ・アグリコル・エス・エーとそ

の子会社向けに、10の部門について2030年度目標を発表し、うち8つの部門（石油およびガス、自動車、電

力、商業用不動産、航空、船舶、鉄鋼ならびにセメント）についてはネット・ゼロ軌道および2つの部門（住

宅用不動産および農業）については軌道のサポートを発表した。たとえば、クレディ・アグリコルは、石油

およびガス部門への融資に関連する二酸化炭素換算排出量を2020年度から2030年度までの間に（2022年に発

表された目標は30％の削減であったのに対して）絶対量で75％削減する目標を設定し、同部門からの段階的

な撤退を計画している。また同期間にわたり、移動距離1キロメートルごとに自動車部門のポートフォリオの

炭素強度を50％削減することにより、同部門の脱炭素化を支援することを約束している。また、直接的な

カーボン・フットプリントの削減目標も、2030年度までに50％削減するよう設定されている。

同時にクレディ・アグリコルは、2020年度から2025年度までにクレディ・アグリコル・CIBの低炭素エネル

ギーへのエクスポージャーを（2022年に発表された目標は60％増やすことであったのに対して）80％増やす

こと、2025年度にクレディ・アグリコル・アシュランスの投資を通じて再生可能エネルギーの設備容量を

14GWにすること、またはクレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジにより行われる再生可能エ

ネルギーへの年間融資額を2020年度から2030年度までに3倍にすることなどの目標を掲げ、再生可能エネル

ギーへの支援を強化している。

クレディ・アグリコル・グループは、顧客へのサポートをさらに強化するために、当行グループ全体で以

下の2つの新しい事業部門を立ち上げた。

・　クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ（CAT&E）

・　クレディ・アグリコル・サンテ・エ・テリトワール（CAS&T）

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジの目的は、診断および助言の段階からロードマッ

プの実施、革新的な設備やインフラの設置および資金調達ならびに新しい事業モデルの構築まで、効果的で

信頼できるソリューションを提供することにより、顧客の転換におけるサポートを行うことである。CAT&E

は、契約上のコミットメントを具体的な成果に結びつけ、当行グループのすべての専門知識と戦略的パート

ナーシップを活用することにより、これらの顧客を長期にわたってサポートすることを目指している。また

クレディ・アグリコルは、CAT&Eを通じて、また、再生可能エネルギーへの融資における当行グループの20年

超の経験を生かし、戦略的パートナーシップの構築および短絡への生産移転を促進することにより、再生可

能エネルギーへの投資を大規模に支援することを目指している。この活動は、自社および第三者のためのエ

ネルギー生産設備の設置および運営を支援することに繋がるはずである。CAT&Eは、グリーン・エネルギーの

消費を促進するための短絡の確立も推進する。

CAT&Eは、2023年10月にロードマップを発表した。CAT&Eは、転換プロジェクトの資金調達や低炭素エネル

ギーの生産および供給を支援することにより、地域における転換のアドバイザリーおよび再生可能エネル

ギー開発の両方を網羅する包括的なサービスを提供している。

・　転換アドバイザリー・サービスは、顧客のエネルギー効率と環境へのイニシアティブをサポートするこ

とに専念している。それに伴ってCAT&Eは、企業や地方自治体向けにR3が提供する一連のソリューション

や、個人向けの「ジェコレノヴ・モン・ロジュモン」プラットフォームを開発した。
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・　融資サービスでは、ユニフェルジと当行グループの金融機関とともにすべての再生可能エネルギー生産

とエネルギー効率化プロジェクトのための包括的な金融ソリューションを提供し、また金融工学および

法務サービスのソリューションならびに持続可能なエネルギー（再生可能エネルギー、エネルギー・パ

フォーマンス、環境）の様々な分野での融資ソリューションを提供している。CAT&Eの目標は、2030年度

までに、フランスにおけるクレディ・アグリコル・グループの事業体の提供を受けて、19十億ユーロの

融資を集めることである。CAT&Eはまた、再生可能エネルギーの開発業者の自己資本を強化し、生産資産

を取得するために1十億ユーロを投資することを目指している。

・　さらに、CAT&Eは、開発業者、地方自治体および消費者のために、地域で再生可能エネルギー源から電力

を生産し、供給する予定である。CAT&Eは、2028年度に当行グループが所有する資産から2GWの発電設備

容量、また2026年に都市居住者196,000人の年間消費量に相当する500MWhの低炭素電力の供給を目標とし

ている。このスキームは、CAT&Eが主要な株主であるセルフィーによって運営されている。セルフィー

は、エネルギー生産者との唯一の仲介者となることで、地域で発電された電力を直接的な配電により現

地価格で購入できる電力市場の事業者である。

クレディ・アグリコル・サンテ・エ・テリトワールは、フランス全土で常にフランス人のプライマリー・

ヘルスケアのニーズを満たし、宿泊サービスやその他のソリューションにより高齢化に適応する社会を予測

し、サポートすることを目指している。地域におけるこれらの問題がもたらす深刻な課題に対応するため

に、CAS&Tは、このセクターの主要な事業者の買収および対象を絞ったパートナーシップに支えられた2本柱

の対応を提供している。

・　グループ診療、遠隔医療および接続機器等を組み合わせた新しい診療のための医療従事者へのサポート

を目指した、医療砂漠に対処するためのシステムの立上げを伴うヘルスケアへのアクセス

・　オフィス・サンテの取得および地域における複数の開業医による診療所やセンターの設置を伴う対面

診療

・　医療補助員による遠隔診察のソリューションであるオメディスの買収によるフィジタル・モード

・　自宅で直接ケアを提供できるよう患者と医療補助員を接続し、医療専門家に対してもサービスを提供

するソリューションであるメディカリブの買収による在宅診療

・　高齢者とその介護者を適切なソリューションへと導くシステムを立ち上げるとともに、増加する高齢者

人口のニーズを満たすために様々な地域においてこれらのソリューションの展開を奨励する高齢者支援

・　社内外のサービスを活用した、高齢者とその介護者向けの聞き取り、助言および評価のためのプラッ

トフォームの構築

・　専門的な利害関係者とのパートナーシップの下で行う、高齢者の期待により良く応える非医療型集合

住宅（介護付き住宅、インクルーシブ住宅）の展開への参加
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免責事項

この表示には、当行グループの将来の予測に関する情報がトレンド情報として含まれている場合があ

る。このデータは、2004年4月29日付の欧州規則第809/2004号（第1章第2条第10項）の定義における収益予

測には当たらない。

この情報は、任意の競争および規制環境におけるいくつもの経済的仮定条件に基づくシナリオから作成

したものである。したがって、これらの仮定条件は本質的に、実際の業績が予測と異なるような偶然の要

因により影響を受ける可能性がある。

同様に、財務書類は、市場価格および資産の減価償却の計算等において、推定値に基づいている。

投資家は、これらすべてのリスク要因および不確実性を考慮した上で、投資判断を行わなければならな

い。

表示されている数値は、未監査である。計算は、2013年6月26日付の指令第2013/36/EU号に規定された、

金融機関の活動の利用可能性および金融機関・投資会社の健全性監督に関する規則、ならびに2013年6月26

日付の規則（EU）第575/2013号に規定された、金融機関および投資会社の健全性要件に関する規則（CRD

Ⅳ）（クレディ・アグリコル・エス・エーの2015年12月31日付解釈による）に基づいている。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類に関する情報（親会社）

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの業績の分析（親会社）

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益は、2023年度から405百万ユーロ増加し

て、3,674百万ユーロとなった。

この変化は以下の要因による。

・　利鞘が482百万ユーロ減少したこと。これは主として、2023年度に住宅購入貯蓄制度の引当金を一部戻し

入れたことによる（マイナス236百万ユーロ）。地域銀行および当行グループの子会社への貸付金の期限

前返済に関する補償は、マイナス47百万ユーロの差異があった。さらに、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは流動性を高めるために有価証券を発行したが、当行グループの事業への再投資は行われず、

110百万ユーロの費用が発生した。

・　株式等からの収益（主として子会社から受け取る配当および株式投資）が730百万ユーロ増加したこと。

これは、クレディ・アグリコル・アシュランス、CACF、UpteviaおよびCAイタリアから受け取った配当金

がそれぞれ364百万ユーロ、295百万ユーロ、260百万ユーロおよび47百万ユーロ増加した一方で、クレ

ディ・アグリコル・CIBおよびLCLから受け取った配当金がそれぞれ167百万ユーロおよび147百万ユーロ

減少して相殺されたことによる。

・　受取報酬および手数料控除後の費用が290百万ユーロ減少したこと。これは主として、地域銀行（主に通

帳式口座、住宅購入貯蓄制度およびLivret A預金通帳口座／持続可能かつ総合的な開発に係る通帳式口

座）に積み立てられ、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびCDCにより再投資された特別貯蓄口座の

資金をプールするメカニズムに基づき地域銀行に支払われる受取報酬および手数料の281百万ユーロの減

少に起因する。

・　トレーディング勘定の利益が12百万ユーロ減少したこと。

・　投資ポートフォリオおよび類似の項目がマイナス51百万ユーロ変動したこと。これは、主として有価証

券の減損損失の変動によるものである。

・　その他の銀行業務からのその他の収益が70百万ユーロ減少したこと。これは主として、2023年6月28日に

フランス最高裁判所がフランス競争当局により申し立てられた控訴を棄却する決定を下し、本件が終結

したことを受けて、2023年度に「Échange Image Chèque（小切手画像処理）」に関する罰金に係る42百

万ユーロの引当金を戻し入れたことによるものである。
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2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの営業費用は、2023年度（マイナス839百万

ユーロ）と比較して10百万ユーロ増加し、マイナス849百万ユーロとなった。

これらの変化により、2024年12月31日現在、営業総利益は、2023事業年度より395百万ユーロ増の2,814百

万ユーロの利益を記録した。

2024年度のリスク費用は、2023事業年度と比較して16百万ユーロ増加し、マイナス9百万ユーロとなっ

た。かかる変動は主として、クレディ・デュ・マロックの売却に付与された保証に関連して、2023年度に21

百万ユーロの引当金が計上されたことによるものである。

2024年度、「固定資産に係る純利益（損失）」はプラス482百万ユーロとなり、前年度より67百万ユーロ

増加した。これは主として、SICOVAMホールディングの有価証券の売却に関連するものである。

法人所得税は、2023年度より97百万ユーロ減の288百万ユーロとなった。かかる変動は、主として、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが当行グループの筆頭であるフランスの連結納税メカニズムにおける102百万

ユーロによって説明できる。

全体として、クレディ・アグリコル・エス・エーの当期純利益は、2024年12月31日現在において3,473百

万ユーロとなった。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

 

重要な契約

2001年度のクレディ・アグリコル・エス・エーの新規株式公開時に、CNCA（現在のクレディ・アグリコ

ル・エス・エー。）は、地域銀行との間で、特にクレディ・アグリコル・グループ内の内部関係を定めるた

めの契約を締結した。かかる契約の主な規定は、2001年10月22日にクレディ・アグリコル・エス・エーが番

号R.01-453にてフランスの証券取引委員会に提出した登録書類の第4章に記載されている。かかる契約は、と

りわけ、クレディ・アグリコル・エス・エーが、困難な状況に陥る可能性のある関連する構成員を支援する

ことで中央機関としてのその役割を果たすことができるようにするための、銀行の流動性リスクおよびソル

ベンシー・リスクを管理する基金（Fonds pour risques bancaires de liquidité et de solvabilité、以下

「FRBLS」という。）の設立を定めたものであった。クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベ

ストメント・バンクがクレディ・アグリコル・グループの傘下に入った後のFRBLSの機能のさせ方に変更の余

地を与えるため、クレディ・アグリコル・エス・エーは2011年12月13日の取締役会において、関連会社のた

めにクレディ・アグリコル・エス・エーが支払う拠出金に関して新たな規則を定める新たな規定を承認し

た。

当該基金には、当初610百万ユーロの資産が割り当てられた。2024年12月31日現在、基金の資産は、年度中

に104百万ユーロ増加されて合計1,539百万ユーロとなった。

さらに、地域銀行は、1988年にCNCAの株式を取得したときから、クレディ・アグリコル・エス・エーが裁

判所監督による清算の結果または解散に関する手続が完了すると支払不能または同様の財政難に陥る場合に

債権者が被る損失を補填することを約束している。かかる保証に基づく地域銀行のコミットメントの潜在的

な金額は、かかる地域銀行の資本金と利益剰余金の合計と同額である。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行との資本関係

「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A. 連

結財務書類－(1) 一般的枠組み」を参照。

 

６ 【研究開発活動】

 

該当事項なし。
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第４ 【設備の状況】
 

１ 【設備投資等の概要】

 

「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－A.

連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」の注記6.13を参照。

 

２ 【主要な設備の状況】

 

「第2　企業の概況－3　事業の内容」を参照。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

 

該当事項なし。
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第５ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

授　権　株　数 発行済株式総数 未発行株式数

（注）
3,041,031,027株

（2024年12月31日現在）
（注）

(注) フランス法上、未発行の授権株式という概念はない。しかしながら株主から取締役会への委託により発行される株

式という概念がある。当行の株主は、一定の額および期間において新株または持分証券を発行する権限を取締役会

に与えることができる。

 

② 【発行済株式】

 

記名・無記名の別及び
額面・無額面の別

種　類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内　容

記名式
（1株の額面金額3ユーロ）

普通株式
3,041,031,027株

（2024年12月31日現在）
ユーロネクスト・パリ

議決権に
制限のない
株式

計 －
3,041,031,027株

（2024年12月31日現在）
－ －

 

（２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項なし。

 

（３）【発行済株式総数及び資本金の推移】

 

最近の資本金の推移

下記の表は、最近5年間のクレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の推移を示している。

 

取引の日および種類 資本金の額（ユーロ） 株式数

2020年12月31日現在の資本金 8,750,065,920

（1,398,698,037,312円）

2,916,688,640

2021年6月9日

スクリップ配当の支払

+525,992,553

（+84,079,909,597円）

+175,330,851

2021年12月14日

従業員向け増資

+64,668,300

（+10,337,227,755円）

+21,556,100

2021年12月31日現在の資本金 9,340,726,773

（1,493,115,174,664円）

3,113,575,591

2022年3月10日

株式の消却による減資

-263,019,723

（-42,043,702,722円）

-87,673,241

2022年8月30日

従業員向け増資

+49,975,098

（+7,988,519,415円）

+16,658,366

2022年12月31日現在の資本金 9,127,682,148

（1,459,059,991,358円）

3,042,560,716

2023年1月13日

株式の消却による減資

-49,975,098

（-7,988,519,415円）

-16,658,366
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2023年8月31日

従業員向け増資

+80,506,923

（+12,869,031,642円）

+26,835,641

2023年12月31日現在の資本金 9,158,213,973

（1,463,940,503,584円）

3,052,737,991

2024年1月26日

株式の消却による減資
*

-80,506,923

（-12,869,031,642円）

-26,835,641

2024年11月6日

従業員向け増資

+45,386,031

（+7,254,957,055円）

+15,128,677

2024年12月31日現在の資本金 9,123,093,081

（1,458,326,428,998円）

3,041,031,027

*　「2025年度意欲」中期計画の一環として、当行グループは従業員向け増資の希薄化効果を相殺することを約束した。

2024年10月1日から2024年11月6日に実施された株式買戻しプログラムに基づき取得した自己株式の消却により、2025

年1月13日に資本金が減少した。

 

　2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は合計9,123,093,081ユーロであり、そ

れぞれ額面金額3ユーロで、3,041,031,027株である。

 

ストック・オプション制度

2024年度における新たな実施はなかった。

 

（４）【所有者別状況】

 

　2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は、3,041,031,027株で構成されてい

る。当該日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの認識によれば、資本金および議決権の所有割合は下

記のとおりである。

 

株主 株式数 議決権割合（％）
(3)

資本金割合（％）
(4)

SASリュ・ラ・ボエスィ
(1) 1,898,995,952 62.78 62.45

自己株式
(2) 16,247,289 0.0 0.53

従業員（FCPE、社内貯蓄プラン） 198,691,991 6.57 6.53

機関投資家 716,101,897 23.67 23.55

個人投資家 210,993,898 6.98 6.94

合計 3,041,031,027 100 100

(1)　SASリュ・ラ・ボエスィはクレディ・アグリコル地域銀行により全額出資されている。

(2)　自己株式は、クレディ・アグリコル・エス・エーの貸借対照表に計上された株式買戻しプログラムの一環として、

またマーケット・メイキング契約の一環として直接保有されている。

(3)　議決権割合（％）は、行使可能な議決権に相当する。

(4)　資本金割合（％）は、理論上の議決権に相当する。

 

上表に記載の理論上の議決権（資本金割合（％））と行使可能な議決権（議決権割合（％））との間に大

幅な差異はない。

 

（５）【大株主の状況】

 

　上記「(4) 所有者別状況」を参照。

　クレディ・アグリコル・エス・エーの認識によれば、2024年12月31日現在、SASリュ・ラ・ボエスィ以外

に、5％以上の資本金または議決権を所有する株主はいない。
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２ 【配当政策】

 

　配当政策は、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会によって定められる。この政策においては、

この業界における主要なフランス企業および国際企業の配当政策の慣行や、当行の利益および財政状態が特

に考慮される。クレディ・アグリコル・エス・エーは、いかなる事業年度に支払われる配当額に関しても保

証を提供していない。

　2019事業年度の配当の支払の意向は、公衆衛生危機に関するECBの勧告と相容れないようであった。これら

の状況を受け、COVID-19の世界的流行下における審議機関の機能に係る法律の規定に従って2020年4月1日に

書面で諮問を受けたクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、2020年5月13日の年次株主総会におい

て2019年度の利益の全額を準備金勘定に割り当てることを提案した。

　2020事業年度について、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、2021年5月12日の株主総会にお

いて1株当たり0.80ユーロ（2019年度の配当の上乗せ分0.30ユーロを含む）のSASリュ・ラ・ボエスィが引き

受けることを約束したスクリップ配当支払オプション付きの配当を分配することを提案した。これによる資

本の希薄化は、株式買戻しプログラムおよびスイッチ解消の両方により補正された。

　2021事業年度について、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、2022年5月24日の株主総会にお

いて1株当たり1.05ユーロの配当を分配することを提案した。うち0.85ユーロは50％の配当政策に関連し、

0.20ユーロは継続的な2019年度の配当の上乗せ分である。

　2022事業年度について、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、2023年5月17日の株主総会にお

いて1株当たり1.05ユーロの配当を分配することを提案した。うち0.85ユーロは50％の配当政策に関連し、

0.20ユーロは最終的な2019年度の配当の上乗せ分である。

　2023事業年度について、2024年5月22日の株主総会において、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役

会は、1株当たり1.05ユーロの配当を提案した。

　2024事業年度について、2025年5月14日の株主総会において、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役

会は、1株当たり1.1ユーロの配当を提案した。

 

　直近5事業年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、下表に示す以下の配当を支払った。

 

 2024年度 2023年度 2022年度 2021年度 2020年度

1株当たり正味配当額（ユーロ） 1.10 1.05 1.05 1.05 0.80

配当性向
(1) 50％ 54％ 62％ 57％ 66％

(注1)　支払配当合計（自己株式を除く。）を当期純利益－当行グループの持分（AT1の利息費用控除後）で除したもの。

 

３ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

 

取締役会の報告

　これは、2025年5月14日開催の株主総会において発表された、フランス商法（CODE DE COMMERCE）第

L.225-37条、第L.225-37-4条および第L.22-10-10条に基づくコーポレート・ガバナンスに関する取締役会の

報告である。

 

2024事業年度コーポレート・ガバナンスに関する報告書

 

経営報告書の発表に加え、フランス商法第L.225-37条に基づいて発表されるこのコーポレート・ガバナ

ンスに関する取締役会の報告書は、2024年度の取締役会の活動、取締役会の構成および取締役会がその職

務を準備および計画した際の状況に関する必要な情報を株主に提供するものである。また、当該報告書に
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は、第L.225-37-4条および第L.22-10-10条の下で要求される、取締役会の権限の範囲の法定情報に関する

クレディ・アグリコル・エス・エーの状況についても記載される。

フランス商法第L.22-10-8条および第L.22-10-9条に従って、このガバナンス報告書には、各業務執行会

社役員および取締役に関する報酬方針ならびに会長、最高経営責任者および最高経営責任者代理に支払わ

れるすべての報酬および2024年度中に支払われもしくは同年度に付与された現物給付の要素についても記

載される。これらは2025年5月14日開催の株主総会で決議に付される。この報告書では、上記の報酬の要素

について詳述し、また、変動報酬および特別報酬の支払は、定時総会でこれらの報酬の要素についての承

認が得られることを条件とする旨が明記される。

なお、第L.225-37-4条、第L.22-10-10条および第L.22-10-11条で要求される一定の情報のうち、本セク

ションに記載される取締役会の権限に関する情報以外の情報は、2024年度一括登録書類の他のセクション

に記載される。

・　第L.225-129-1条および第L.225-129-2条に従って増資に関して株主総会から付与され現在有効な権限

の概要または本セクションに記載される株式の発行または買戻しに関して事業年度中における当該権

限の行使状況を記載した表（「第5　提出会社の状況－1　株式等の状況－(4) 所有者別状況」の項に

記載されている株式資本および株主に関する情報）。

・　定款第21条ないし第29条に規定されている、株主の株主総会への参加に関する規定。これらの規定

は、クレディ・アグリコル・エス・エーの本店およびウェブサイト（www.credit-agricole.com）で閲

覧可能である。

 

取締役会の構成および機能に関する情報

 

取締役会の概要

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの会長

 

以下の情報は、ドミニク・ルフェーヴル氏のクレディ・アグリコル・エス・エーの会長としての活動に関

するもので、同氏の当行グループ内の他の役職に関するものではない。

クレディ・アグリコル・エス・エーのガバナンス・モデルに従い、以前より、取締役会会長職と最高経営

責任者職は分離されている。したがって、当行は、2015年度からこの分離を銀行部門の法的方針としたフ

ランス通貨金融法典の第L.511-58条の規程に既に長年にわたり準拠している。非業務執行会長であるドミ

ニク・ルフェーヴル氏は、2015年11月に任命された。

 

フランス通貨金融法典第L.512-49条に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーの会長は、取締役会

において、クレディ・アグリコル地域銀行の取締役を兼務している取締役のなかから選任される。現在の

会長はルフェーヴル氏であり、同氏は、ヴァル・ド・フランス地域銀行の会長を兼務している。会長の任

期は取締役としての任期と一致しており、3年を1期とする。会長の法定の年齢上限は67歳で、最長で連続5

期在任することができる。

2015年11月以降、クレディ・アグリコル・グループの組織を簡略化することを目的として、クレディ・

アグリコル・エス・エーの会長はクレディ・アグリコル全国連合（FNCA）の会長を兼務している。この役

職において、会長は、クレディ・アグリコル・エス・エーと、同人が会長を務めてもいるSASリュ・ラ・ボ

エスィを通じてその大株主を構成している39のクレディ・アグリコルの地域銀行との間の重要な調整役を

務めている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会会長は、その法的責務の一環として、以下の行為を行

う。
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・　取締役会における議題を承認し、また、取締役に対して提供される情報が合理的判断を行うためのも

のとして適切であることを確実にする。そのために、取締役会と業務執行陣との間、および取締役会

とその委員会との間での情報のやり取りがスムーズに行われるよう計らう。

・　忌憚のない、批判的な話合いを奨励および促進し、取締役会内であらゆる観点からの意見が表明され

ることを確実にする。

・　取締役会の担う責任がすべての取締役に明確に認識されていることを確実にする。

取締役会において、会長は、戦略委員会および社会的コミットメント委員会の委員長を兼務し、また、

指名・統治委員会の委員も務める。

従業員を代表する団体との関係の一環として、会長は、2024年春に開催された労使協議会および2024年

度末に開催された欧州労使協議会（EWC）の全体会議の議長を務めた。

会長は、毎年、取締役会における従業員の代表との会議を招集し、取締役会の機能およびその時点での

課題全般について意見交換を行っている。現在、従業員の代表は、従業員を代表する取締役2名、従業員株

主を代表する取締役、地域銀行の従業員を代表する無議決権取締役、および社会・経済委員会の代表者で

構成されている。

会長はまた、会長自身のイニシアティブにより、または独立取締役らの要請により、独立取締役とも直

接面談を行った。

会長は、直接的に、またはクレディ・アグリコル・エス・エーおよびFNCAの取締役が参加する調整委員

会（CorCo）の枠組み内で、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者との間の密接かつ継続的

な対話を継続している。2024年度には、とりわけ（ⅰ）社会的な期待および地政学的紛争への配慮、なら

びに（ⅱ）欧州における銀行業務の集中を背景とした開発問題について対話が行われた。会長はまた、当

年度中、その時々の時事的問題に応じて定期的に業務執行委員会の委員、とりわけ指導および統制業務担

当の最高経営責任者代理や人事責任者と会合を行っており、また、クレディ・アグリコル・エス・エーの

秘書役とも定期的に会合を行った。会長は法定監査人とも会合を行った。また、特定のクレディ・アグリ

コル・エス・エーの子会社の業務執行委員会にも定期的に招待され、特定の事業部門が直面する課題につ

いてより詳細な見解を深めた。

2024年度には、「2025年度意欲」中期計画の実施の一環として、社会的コミットメント委員会の委員長

も務めている会長は、自身がスポンサーを務めるクレディ・アグリコル・グループの社会プロジェクトへ

のコミットメントを継続した。そのなかで、会長はクレディ・アグリコル・エス・エーの最高サステナビ

リティ＆インパクト責任者と定期的に会合を行った。会長はまた、引き続き気候および脱炭素化の専門家

や農業および農業食品の分野のプロフェッショナルと定期的に連絡をとり意見交換することによってプロ

ジェクトに関する見解を構築し、それをこれらの分野の転換を成功させるための社会プロジェクトの中核

の1つとしている。

会長はまた、過年度同様に、パリ国際農作物品評会等の主要な公的イベント、ならびにUn Avenir

Ensemble基金（恵まれない若者を支援する非営利基金）、ペイ・ドゥ・フランス・クレディ・アグリコル

財団、および農業への資金提供に関与する24ヶ国から集まった銀行の組織であるCICA等、クレディ・アグ

リコル・エス・エーがサポートする関連イベントやプロジェクトでも当行グループを代表した。会長は、

フランスの相互会社および農業共同体の利益を代表する専門家機関である全国農業信用組合連合

（CNMCCA）の会長代理も務めている。
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取締役会

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は以下のとおり、会長を含めた21名の取締役により構成

される。

・　株主総会において選任された取締役18名。そのうち

　・　クレディ・アグリコル地域銀行の会長または最高経営責任者を務める取締役10名

　・　SASリュ・ラ・ボエスィの会長代理兼FNCAの第一会長代理でもある地域銀行最高経営責任者が代

表を務める、法人取締役SASリュ・ラ・ボエスィ1社

　・　クレディ・アグリコル・グループ外の取締役6名

　・　従業員株主を代表する取締役1名

・　農業専門組織を代表する取締役1名。当該取締役は、フランス通貨金融法典第L.512-49条に従い、

経済金融大臣および農業・食料主権大臣の共同省令により指名された。

・　2つの主要労働組合によって選任された取締役2名

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会の取締役の過半数は、クレディ・アグリコルの地域銀行

の代表が占めている。このことは地域銀行と当時のCNCA（ケス・ナショナル・ドゥ・クレディ・アグリコ

ル）との間で策定され、クレディ・アグリコル・エス・エーの2001事業年度の登録書類で公表されたクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの上場目論見書で確認されている。

 

無議決権取締役

 

会長の提案により、取締役会は無議決権取締役を1名または複数名任命することができる。任命に先立っ

て、指名・統治委員会が候補者を検討する。無議決権取締役は、取締役会の会議に顧問として参加する。

無議決権取締役は、経営陣の在任期間をずらすように任命され、それによって、取締役会は、任命された

時点から速やかに役職を務めることのできる取締役のプールを確保することが可能となっている。無議決

権取締役には取締役と同じ規則が適用され、また、取締役と同じ条件で報酬が支払われる。無議決権取締

役は恒久的内部者とされ、利害相反の防止に関する規定をはじめとした取締役会手続規則が適用される。

 

現在の無議決権取締役

 

2022年5月24日の取締役会で、プロヴァンス・コート・ダジュール地域銀行の最高経営責任者であるジョ

ゼ・サントゥッチ氏が2022年6月1日付で無議決権取締役に任命された。さらに2023年8月3日の取締役会で

は、コート・ダルモール地域銀行の会長であるオリヴィエ・デポルト氏が無議決権取締役に任命された。

 

上場会社に対して取締役会に従業員株主を代表する取締役（ARSA）を置くことを義務付けるPACTE法（2019

年5月22日法）の施行を受けて、また、取締役の人数を21名に抑え、かつ、地域銀行を代表する取締役が過

半数を占める状態を維持するために、2021年5月12日の株主総会では、地域銀行の従業員を代表する取締役

のポジションは更新されなかった。地域銀行従業員の代表者を取締役会に置くという歴史的かつ正当な構

成は無議決権取締役を置くことで確保されており、現在は、従来取締役であったパスカル・ベルジェ氏が

このポジションにある。

 

従業員を代表する取締役に関しては、以下の方法でその取締役会への参加を確保する。

・　フランス商法（Code de Commerce）第L.225-27-1条および第L.22-10-6条に従い、最初の当行の選挙に

おいて確保した議決数の最も多かった労働組合2組織のそれぞれが任命した2名の取締役、および

・　フランス商法第L.225-23条に従い、従業員株主の互選により選出された従業員株主を代表する取締役1

名
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従業員および従業員株主を代表する3名の取締役を除くと、33％の取締役は、過半数株主により支配され

る企業についての前述のAFEP/MEDEF規約の勧告に従った、独立取締役である。地域銀行の株式はクレ

ディ・アグリコル・エス・エーが支配しているため、地方銀行の会長は正式には独立の存在ではないもの

の、その他の社会および第三者の利益を代表している。

社会・経済委員会の代表は、取締役会の会議に顧問として出席する。

定款の上述の規定に加えて、フランス商法第L.22-10-11条に従って、クレディ・アグリコル・エス・

エーの取締役会のメンバーの任命および交代について適用される規則は、フランス商法およびフランス通

貨金融法典（特に第L.511-51条）に規定される通常法の規則であることが明確化されている。クレディ・

アグリコル・エス・エーは、ECBが直接的に監督する機関であるため、その取締役会もまた、単一監督制度

の適用範囲下に置かれている（2014年4月16日付SSM枠組み規制）。このため、株主総会による任命または

更新の後、ECBが各被任命者の評判、能力および就任可能性を検討した上で、通知を発行する。現在まで、

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役に関してECBから異議通知が発行された事例はない。

 

2024年度における取締役会の業務の変更

取締役会は、指名・統治委員会からの好意的な意見を受け、2024年6月13日に採択された、企業の資金調

達およびフランスの魅力の向上を目的とするフランス法第2024-537号が提供するオプションを利用するこ

とを決定した。

・　このため、取締役会は、年次（親会社および連結）財務書類の承認を含め、すべての決定について電

気通信の利用を認めるよう、その手続規則を改正することを決定した。

・　取締役会はまた、取締役会に提出されるすべての決定について、書面による協議を行うことを承認す

ることを決定した。この目的のため、取締役会は、この趣旨の定款の改正を2025年5月14日の株主総会

に提案することを決定し、この決議の採択後、それに応じて手続規則を改正する。ただし、取締役会

は、かかるオプションは意思決定における例外的手段であり続けなければならず、特定の議題に限定

して使用されるべきであると改めて表明し、すべての取締役が書面での協議による意思決定に異議を

唱える権利を有することを明記した。

 

2024年度における取締役会および委員会の変更

2024年度中、取締役会の構成に若干の変更があった。

農業専門組織の代表である取締役のクリスチアーヌ・ランベール氏の任期は、2024年1月8日に満了し

た。同氏の後継者として、フランス全国農業経営者組合連合会（Fédération nationale des syndicats d

’exploitants agricoles）会長のアルノー・ルソー氏が、2024年5月21日付の経済・財務・産業・デジタ

ル主権大臣および農業・食料主権大臣による共同命令によって任命された。

2024年5月22日の株主総会において、以下の6名の取締役の任期が3年間更新された。

・　SASリュ・ラ・ボエスィ（代表：中東部地域銀行の最高経営責任者であるラファエル・アペール氏）

・　オリヴィエ・オフレー氏（イル・エ・ヴィレーヌ地域銀行の会長）

・　ニコル・グルムロン氏（アトランティック－ヴェンデ地域銀行の最高経営責任者）

・　マリアンヌ・レニョー氏（独立取締役）

・　ルイ・テルシニエ氏（シャラント－マリティーム・ドゥー－セーヴル地域銀行の会長）

・　クリストフ・ルスール氏（従業員株主を代表する取締役）

加えて、従業員を代表する取締役であるキャトリーヌ・アンブリクト氏およびエリック・ウィルソン氏

が、それぞれの労働組合によって2024年5月22日の株主総会から3年間の任期で再任された。

さらに、取締役会は2024年2月7日、クリストフ・ルスール氏を社会的コミットメント委員会の委員に任

命することを決定した。

最後に、2024年5月22日の会議において、取締役会はパスカル・ベルジェ氏の無議決権取締役としての任

期を3年間更新した。
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株主との対話

2017年度以来、株主総会に先立って、クレディ・アグリコル・エス・エーの主要機関投資家および議決

権行使助言機関との間で個別連絡としてビデオ会議が15回から20回にわたって行われている。これに先

立って、2024年度に向けて、2025年2月18日に会長の録音による挨拶に始まり、一般的な説明会が行われ

た。これらの会議では、ガバナンス関係の事項が中心に扱われるとともに、同日現在で株主総会に上程さ

れることになっていた主たる決議事項の説明が行われ、投資家には財務状況の説明会として極めて注目す

べき機会として捉えられている。これらは、財務コミュニケーション責任者、報酬・給付金責任者、人

事・業務執行役員開発責任者、サステナビリティ＆インパクト部門代表者および取締役会事務局長の主導

で行われている。話合いの際に用いられたプレゼンテーション資料は、クレディ・アグリコル・エス・

エーのウェブサイトに掲載されている。投資家および議決権行使助言機関がこれらの会議で行った主な質

疑およびコメントは、関連する専門委員会に伝達され、各委員会において当行グループのコーポレート・

ガバナンス方針を勘案しつつ市場慣行に照らして分析され、各委員会から取締役会に報告される。

第1回会合の後、2025年2月および3月中に議決権行使助言機関および投資家とのビデオ会議による個別の

面談が行われ、透明性のある建設的な対話の機会が提供された。

個人株主に関しては、毎日行われる電話連絡または電子メールでの情報提供、およびクレディ・アグリ

コル・エス・エーの経営陣の同席による地域銀行との組織的会議として対話が維持されている。2024年度

は、（対面形式とビデオ会議形式との両方による）ハイブリッド形式で4回の会合が地域銀行で行われた。

これらの会議では、クレディ・アグリコル・エス・エーの財務状況および業績について主に検討され、個

別の株主からの質問に答える時間も確保された。2001年度に行われた新規株式公開以来、財務コミュニ

ケーション部門は約10名の個人株主を指名し連絡委員会を設置した。連絡委員会は、四半期決算報告を行

い、当行グループおよびその活動に関する説明や議論のために年に数回会合を開いている。

2024年度には、クレディ・アグリコル・エス・エーの伝統的な株主総会が、株主が対面で参加する形式

でオルレアンにて開催された。クレディ・アグリコル・エス・エーは、株主が引き続き書面でも質問を提

出できることを保証した。質問に対する返答は株主総会で読み上げられ、また、会日の前日にはオンライ

ンで提示された。今回も同様に、株主総会開催中は「チャット」機能も用意された。これにより、株主

が、株主であることを宣誓して表明することを条件として、業務執行役員に対して、株主総会開催中に書

き込みにより質問を行うことが可能となった。株主総会中、口頭による6件、専用のプラットフォームによ

る7件の計13件の質問が行われた。また15件の書面による質問に対してもクレディ・アグリコル・エス・

エーのウェブサイト上で回答が示された。

 

利益相反に関する方針

取締役会のメンバーは、利益相反に関し、適用ある法律および規制が定める義務を負っている。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの各取締役および無議決権取締役は、倫理規約および行動規範で示されて

いる当行グループの価値およびコミットメントを遵守する。行動規範では、多数の実際の事例によってこ

れらのコミットメントについて説明されている。倫理規定はクレディ・アグリコル・グループのウェブサ

イト上でアクセスすることができ、当行グループの取締役、業務執行役員および従業員に適用される倫理

的および職業的行動の基準となっている。

さらに、取締役会の機能は手続規則およびクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会行動規範に準

拠する。取締役会行動規範は、「取締役は、その可能性がある場合を含め、自身が直接的または間接的に

関与し得る利益相反について取締役に報告しなければならない。その場合、当該取締役は当該事項の議論

および議決に参加することを控えなければならない。」と定めている。

取締役会の知る限り、2024年度中に申告および／または特定されたクレディ・アグリコル・エス・エー

と取締役との間の利益相反はなかった。
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業務執行セッション

クレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行陣は取締役会と取締役会の委員会の会合に参加する。た

だし、取締役会は、業務執行会社役員の業績を評価できるよう、それらの役員が出席しない形での全体会

議を毎年1回開催している。さらに、取締役会は、2024年度中、取締役会の機能、業務の組織および経営陣

との交流について自由に議論するため、執行役員が出席しない会議を開催した。監査委員会、リスク委員

会および米国リスク委員会の委員ならびに法定監査人は、毎年少なくとも1回、業務執行役員が出席しない

会合を開催する。参加者は銀行部門における取締役会のリスク監視機能の重要性に鑑みて決定された。

 

取締役会および専門委員会の業務方針

 

機能

 

取締役会の機能は、効力を有する法律の規定、定款および取締役会の手続規則に準拠する。取締役会の

職務の遂行は、7つの委員会、すなわちリスク委員会、米国リスク委員会、監査委員会、報酬委員会、指

名・統治委員会、戦略委員会および社会的コミットメント委員会によって支えられている。

 

2025年2月4日に更新された取締役会の手続規則（取締役の行動規範および倫理規約を含む。）の最新版

は、委員会の手続規則と共に、クレディ・アグリコル・エス・エーのウェブサイト（https://www.credit-

agricole.com）からオンラインでアクセス可能である。

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、すべて、非業務執行取締役で構成されている。取締

役退任に際しては、その退任理由にかかわらず、退職手当は支給されない。

 

取締役の報酬

取締役会の構成員は、会議への出席に対して報酬を受け取る。以下に記載されるとおり、取締役報酬の

配分条件は報酬委員会の提言に基づき、取締役会において決定される。

 

取締役会の構成員の報酬は、すべて取締役会への出席に基づいている。取締役は、年間スケジュールに

ない戦略セミナーおよび特別会議の出席に対して、予定されていた会議への出席に対する報酬と同様の

報酬を、承認された総額を上限に受け取る。研修のためのセッション、個別もしくはグループでの上司

との面談、または経営陣との随時の会合については報酬は支払われない。取締役会の書面協議について

も同様である。

 

2024年度の取締役の報酬パッケージは、2024年5月22日の株主総会の承認を受けて、総額1.9百万ユーロ

となった。この金額は、支出額の上限であり、支払いに充てられなかった分はクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの予算に繰り戻される。

取締役会の専門委員会のメンバーである場合は、報酬を受け取ることができる。取締役会の専門委員会

の委員長は、年間定額報酬を受け取り、その報酬額は委員会により異なる。委員会の構成員は、委員会へ

の出席実績に基づいて、出席に対する報酬を受け取る。

無議決権取締役は取締役会への出席に対して、また専門委員会のメンバーである場合は専門委員会会議

への出席に対して、同額の報酬を受け取る。

取締役会は、報酬委員会の提言に基づき、報酬の配分を以下のとおりとした。

・　取締役会出席1回につき4,000ユーロ

・　委員会出席1回につき2,700ユーロ

・　報酬委員会および指名・統治委員会の委員長にそれぞれ割り当てられる年間固定額として22,000ユー

ロ
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・　リスク委員会、米国リスク委員会および監査委員会の委員長に対して、年間定額報酬として38,500

ユーロ

取締役会は、2025年度に、取締役会および専門委員会への出席に対する報酬または委員会の委員長に支

払われる一時払い金は変更しないままで、取締役の報酬パッケージを1.9百万ユーロに維持することを株主

総会に対して提案することを決定した。

取締役会会長のドミニク・ルフェーヴル氏は、戦略委員会、社会的コミットメント委員会および指名・

統治委員会の委員であるにもかかわらず、会長としての役割に対する報酬以外のすべての報酬を放棄し

た。

取締役会の従業員を代表する2名の取締役および従業員株主を代表する取締役ならびに地域銀行の従業員

を代表する無議決権取締役は、報酬を受け取らず、その報酬は従業員の組合に対して支払われる。

取締役会はまた、取締役会および委員会の会議に出席するために各構成員に生じた費用に基づき、取締

役会の構成員に交通費を払い戻す制度を構築した。この制度はフランス商法第R.225-33条に従って採用さ

れたメカニズムで、取締役会において毎年更新される。

各非業務執行会社役員に対して2024事業年度に関して支払われ、または分配される報酬の内容について

は、下記「非業務執行会社役員」の項に記載されている。

 

ガバナンスおよび多様性に関する方針

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、当行内で実施する多様性に関する方針に適用される

フランス商法（Code de Commerce）の規定を遵守している。また、経営機関内に類似の方針が設けられて

いることを確実にしている。

 

取締役会の多様性に関する方針

ジェンダー間のバランス

クレディ・アグリコル・エス・エーは「規制市場で取引が認められている株式を発行している企業の取

締役会では、各ジェンダーの取締役の割合は全体の40％を下回ってはならない。」とするフランス商法第

L.22-10-3条の規定の適用を受けている。

法律によって規定された唯一の例外は、従業員を代表する取締役（2名）および従業員株主を代表する取

締役（1名）の場合で、この取締役については、法律に定められた人数を計算する際の計算には算入されな

い。

 

2024年12月31日現在、法律上の数え方では、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会のメンバー

18名のうち8名、すなわち44％が女性であった。女性の取締役は、アニエス・オーディエ、ソニア・ボ

ネ－ベルナール、マリ－クレール・ダヴー、ニコル・グルムロン、クリスティーヌ・ガンドン、マリア

ンヌ・レニョー、アレシア・モスカおよびキャロル・シルーの各氏である。

 

取締役会会長でもあるドミニク・ルフェーヴル氏が委員長を務める戦略委員会および社会的コミットメ

ント委員会以外の取締役会の5つの専門委員会では、女性の独立取締役が委員長を務めている。

 

取締役会の専門委員会 委員長

リスク委員会 キャロル・シルー

米国リスク委員会 キャロル・シルー

監査委員会 ソニア・ボネ－ベルナール

報酬委員会 アニエス・オーディエ

指名・統治委員会 マリアンヌ・レニョー

戦略委員会 ドミニク・ルフェーヴル
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社会的コミットメント委員会 ドミニク・ルフェーヴル

 

取締役会におけるジェンダー・パリティ（％）

 

取締役会の構成員
N-1年（比較）

2023年

N年

2024年

変動

（％）

女性 9（50％） 8（44％） -6％

男性 9（50％） 10（56％） 6％

 

年齢および任期の更新

2024年12月31日現在、取締役の平均年齢は58歳であった。取締役の職務遂行にあたっての年齢の上限

は、法律により65歳とされており、年齢は、取締役が65歳に達する誕生日の後の最初の株主総会の日の年

齢で判断される。会長の年齢の上限は67歳である。

取締役会は、年齢の下限または年齢のバランスに関する方針は設けていない。ただし、銀行部門の取締

役のプロフィールおよび能力に関する規制上の要件によって、明確な職務経歴に基づいて候補者が選定さ

れる傾向がある。金融機関の業務執行役員および取締役の評判および能力を評価するためのECBの2021年12

月の指針で、ECBは、取締役について、その職務を全うする上で十分な知識、能力および経験を有している

ことを義務付けている。たとえば「銀行部門において、近年、上位経営ポジションを3年間務めた実質的経

験および理論的経験」を有していることによって、能力を習得していると推定している。上位経営ポジ

ションにおける経験を取締役任命承認の基準とすることによって、監督者は、豊富な経歴を有する取締役

を選択する傾向にある。

一方、取締役会は、指名・統治委員会のリーダーシップの下、株主総会で選任された取締役の任期満了

日が可能な限りバランスよく到来するよう任期の更新を実施する。今日まで、年齢上限に達したことが主

な退任理由となっている。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの自然人である取締役の任期は、定款により一律3年と規定されてい

る。取締役を連続して4期を超えて務めることはできない。下掲の表は、株主総会で選任された取締役の

今後3年間に到来する任期満了日を示したものである。

 

取締役会の年齢層別内訳（％）

 

 
N-1年（比較）

2023年

N年

2024年

変動

（％）

年齢層別内訳    

30歳未満 0％ 0％ 0

30歳以上50歳以下 4.76％ 4.76％ -0

50歳超 95.24％ 95.24％ -0

 

株主総会で選任された取締役の任期満了日

（年次財務書類を承認する株主総会）

氏名
2025年度

株主総会

2026年度

株主総会

2027年度

株主総会

ドミニク・ルフェーヴル レ   

SASリュ・ラ・ボエスィ（代表：ラファエル・アペー

ル）
  レ

アニエス・オーディエ  レ  

オリヴィエ・オフレー   レ
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ユーグ・ブラスール*  レ  

ソニア・ボネ－ベルナール  レ  

ピエール・キャンブフォー レ   

マリ－クレール・ダヴー  レ  

ジャン－ピエール・ゲヤール レ   

クリスティーヌ・ガンドン レ   

ニコル・グルムロン   レ

マリアンヌ・レニョー   レ

クリストフ・ルスール   レ

パスカル・リュルー  レ  

アレシア・モスカ  レ  

キャロル・シルー  レ  

ルイ・テルシニエ ×   

エリック・ヴィアル  レ  

レ：更新可能な任期

×：年齢上限に達した。

*　2025年3月26日付で退任

   

 

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員を代表する2名の取締役の任期は、選挙規則に準拠する。

これらの取締役の更新可能な3年の任期は2027年度の株主総会で満了する。

・　農業専門組織の代表である取締役の任期については、2024年5月21日付命令によりアルノー・ルソー氏

が3年の任期で任命された。

 

見識および専門知識

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、適正に機能を果たすために必要とされる能力を評価

するという法的義務をよりよく履行するために、2017年11月7日に採用し複数回見直され、2025年2月4日に

最終見直しが行われた手続メモで、取締役の職歴およびプロフィールについての多様性に関する望ましい

方針を定義した。指名・統治委員会は2025年1月15日の委員会でその重要性を確認した。

取締役会は、各取締役の個人としての職業経歴は取締役会全体としての専門知識の基礎を構成し、当行

グループの銀行業務および保険業務の主要分野ならびにその環境についての取締役会内における交流の豊

かさに寄与すると考えている。

取締役会は、指名・統治委員会の提案に基づいて、取締役会に必要なプロフィールおよび経験の内容を

定めている。指名・統治委員会は、フランス通貨金融法典（第L.511-98条）によって、「取締役会のメン

バーの個々の、また集団としての見識、専門知識および経験のバランスならびに多様性を評価する」とい

う任務を付託されている。

指名・統治委員会は、取締役会が可能な限り最善の条件の下でその職務を遂行するためには取締役会内

でどのような見識が継続的に確保されていなければならないかの特定に努めてきた。とりわけ、欧州銀行

監督機構の見識および経験に関する勧告事項を採用しており、さらに、企業社会的責任の分野で取締役会

内に継続的に専門知識を確保することでそれを補足している。

指名・統治委員会は、見識および経験をこのアプローチと結びつけることによって、各項目について、

個人の有する能力を集積して取締役会の集団的専門知識を形成していくことによって、取締役会が正しく

機能することを確実にするために継続して確保する必要のある、当該能力を有する取締役の比率を定め

た。このアプローチから得られた結果を示した表を下に掲げる。

 

取締役会の集団的専門知識を確保するために必要となる個人の専門知識に関して望まれるバランスを示し

た表
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50％超

(1)
20％から50％

の間
(1)

10％から20％

の間
(1)

1) 業務（銀行業務／保険業務）およびリスク管理の分野の知識 レ   

2) 戦略および事業展開に関する経験  レ  

3) 財務会計、法令遵守および監査の知識 レ   

4) データ／人工知能の分野における知識  レ  

5) 情報技術およびそのセキュリティの分野における知識  レ  

6) 社会・環境的責任の分野における知識  レ  

7) 地域および地方の開発に関する経験 レ   

8) 気候／生物多様性に関する課題の知識  レ  

9) 企業経営の経験 レ   

10)大規模組織または国際的グループの経営の経験 レ   

11)世界経済および地政学の知識 レ   

12)規制およびガバナンスの知識  レ  

13)農業分野の知識 レ   

(注1)　取締役会において常に維持されていなければならない、上記の分野において優れたまたは極めて優れた知識を

有する取締役の割合

 

上表で用いられた見識および経験の基準は、毎年行われている取締役会メンバーに対する個別評価の質

問項目に含まれている。

毎年1回この作業を行うことを通じて、指名・統治委員会は、サステナビリティ報告書で定義された影

響、リスクおよび機会を含め、その活動のニーズを満たすために必要な能力を有する取締役が、取締役会

の手続メモに記載された比率に沿って、取締役会内に常時存在していることを確実にしている。

これはまた、取締役からの回答に基づき、取締役会内における能力および／またはこの能力の比率の点

でこの表を見直すことが有用かどうかを評価する機会にもなっている。

 

2024年度に指名・統治委員会によって実施された取締役会メンバーの個人および集団としての専門知識

の評価の結果の検討に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会が集団として有している

専門知識は前年度に明らかになった内容と同様の状況であり、以下の諸点が特徴としてあげられる。

・　銀行、金融および保険を中心とした、監査およびリスクの分野における強力な専門知識ならびに戦

略および開発に関する専門知識を併せ持つ。

・　当行グループの事業の土台である地域および地方の経済ならびに農業の専門知識を有する（しばし

ば、地域、さらには国としてのコミュニティへのコミットメントと強く結びついている。）。

・　サービス、技術および工業分野における大企業（主に多国籍企業）の業務執行役員としての経験を

有し、地政学および国際経済にも精通している。

・　ガバナンスおよびCSRならびに気候および生物多様性の課題を含む環境問題の分野において認知さ

れた人物である。

 

2024年度に実施した専門知識評価の結果に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、

取締役会は検討された各分野に関して十分な知識を有した数名のメンバーを恒久的に確保しており、ま

た、手続メモに定められた集団的専門知識のあらゆる重要な点がカバーされている、と結論づけた。

さらに、情報技術の統制に関して欧州中央銀行が定めた優先事項に従い、また、欧州のデジタル・オ

ペーレーショナル・レジリエンス法（DORA）の発効を踏まえ、取締役会は、情報システム、ITリスクおよ

びサイバーセキュリティに関する専門知識を有していることを確保している。
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そのため取締役会は、すべての取締役の専門知識および能力によって、影響、リスクおよび機会を含む

取締役会の活動のニーズに対応することが可能であることを確認している。

取締役は、1つ以上のテーマについて主担当取締役を任命しないことを継続的に選択し、専門委員会の作

業に依拠しながら、取締役会メンバーの合議制および集団的専門知識を重視してきたことに留意された

い。

 

経営機関における多様性に関する方針

取締役会は、毎年、フランス商法第L.225-37-1条に従って行っている職場でのジェンダー間の平等性お

よび報酬の平等性の見直しの際には、経営に携わる機関におけるジェンダーのバランスや多様性に関する

方針全般について検討している。そこでは、クレディ・アグリコル・エス・エーにおける一般的なジェン

ダー・バランスに関する方針や、当行が経営機関におけるジェンダー・バランスをいかにして追求してい

るかについての情報や、海外からの人材の業務執行役員への登用に関する事項が扱われている。2019年度

にフランス政府によって導入されたジェンダー間の平等を示す指数のクレディ・アグリコル・エス・エー

に関する数値においても、実施された措置が有効であったことが明確に示されている。

2023年度には、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループのすべての会社が100点中84点から97点の

好スコアを達成した。クレディ・アグリコル・エス・エーの社会・経済ユニット（UES）のスコアは97点

で、2022年度のスコアを6点上回った。スコアが100点中84点に満たなかった事業体は、全従業員の2％未満

を表す。

報酬支払における平等性の方針は、主に個々の昇給の配分および女性と男性の間での昇進におけるバラ

ンス、また産休明けの公正な報酬支払等の点で強みを見せた。報酬額上位10名における女性の数は増加し

ている。

規制上の義務に関連した2024年度末の状況については、職場でのジェンダー間の平等について大企業が

負う義務の強化に関するフランスのリクサン法の規定に沿って、クレディ・アグリコル・エス・エーは

2024年3月1日に業務執行役員および意思決定機関の人員構成における女性と男性の差について公表した。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ内では、1,000名を超える従業員を擁する9社、すなわちク

レディ・アグリコル・エス・エー、アムンディ、LCL、CAL&F、CACF、CAAS、SIRCA、クレディ・アグリコ

ル・CIBおよびCACEISがその対象となった。これらの会社のなかには既にリクサン法が設定した基準値を達

成し、またはほぼ達成している会社もあるものの、LCL、CAASおよびCAPFMの3社は依然として達成に向けて

努力しなければならない。意思決定機関における女性の割合に関しては、CAAS、クレディ・アグリコル・

CIB、LCLおよびCACEISが同様の状況である。したがって、これらの会社は、より厳しく監視されている。

多様性については、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は44％が女性で構成されており、す

べての上場会社同様に、コペ・ジマーマン法の効果を反映した平均的な水準となっている。業務執行委員

会についても同様で、同委員会の委員は29.41％が女性であるが、一部の動きが自動的に影響するため、一

定の警戒が求められる。

2025年1月1日時点では、クレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行委員会の17名の委員のうち、資

産管理部門を担当するジェネラル・マネージャー代理、グループ最高リスク責任者、秘書役、グループ人

事責任者、グループ統制および監査責任者の5名が女性であった。

上位1,000名、すなわち責任を有するポジションにある管理職においては、女性の数は増加し続けてお

り、その比率は39.4％である。これはとりわけ、能力ある女性の早期特定、それらの女性に対するガイダ

ンスの提供（支援、能力開発およびメンタリング）および後継者育成計画での計画的な女性の登用の結果

である。なお、特筆すべきこととして、クレディ・アグリコル・エス・エーの報酬委員会では、執行役員

のパフォーマンス評価基準としてジェンダーの多様性に関する要件を含めており、それが強力なインセン

ティブとなっていると考えられる。
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2025年度までの期間について、クレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行陣は、セルクル1の女性の

比率を30％に、また業務執行委員会における女性比率を40％に引き上げることを数値目標としており、こ

れらの目標は取締役会と共有され、取締役会は全会一致で賛同した。

能力ある女性の人材を確保し、女性の能力開発を助け、管理職に欠員が生じた際に昇進させるための通

常の手続として、管理職およびセルクル1のポジションに女性候補者をシステマチックに登用するための

ルールも設けられている。2019年5月22日の法律で修正されたフランス商法第L.225-53条に従って、取締役

会は、特に最高経営責任者代理を任命する際のプロセスにこのルールが適用されること等を明記した手続

メモを採択している。

 

取締役の独立性

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2022年12月に公表された最新版に基づいて、上場会社向け企業

統制規約であるAFEP/MEDEF企業統制規約（「AFEP/MEDEF規約」）を適用している。クレディ・アグリコ

ル・エス・エーは、本セクションに添付されている表に定められたAFEP/MEDEF規約の勧告の一部または全

部に準拠していない（後述参照。）。

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役の独立性の評価は、指名・統治委員会の主導によって行わ

れる。この原則は、AFEP/MEDEF規約の基準、および2021年12月31日に発効した取締役の評価に関する欧州

銀行監督機構のガイドライン等の銀行セクターに適用される特定の規定の両方に従って評価されている。

これらの2つのプロトコルは、概ね重複した内容となっている。

2025年5月14日の株主総会を控えて、指名・統治委員会は、各取締役、とりわけ独立取締役について、そ

の状況を個別に検討した。独立取締役は、以前から自身の独立性に影響を及ぼす可能性のある重要な状況

の変更について報告すること、およびAFEP/MEDEF規約の各基準を各自が遵守していることを確認すること

を求められていた。同委員会はまた、2025年5月14日の株主総会に選任が提案される取締役および任期の更

新が予定されている4名の取締役の状況を検討した。

2025年2月4日、委員会の推薦により、同人らの状況に変化が生じた場合には取締役会に開示することを

条件に、取締役会はこれら各氏を独立取締役として承認した。

・　指名・統治委員会の助言に基づき、取締役会は、地域銀行の最高経営責任者および会長は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーを支配する会社で役職に就いていることから、独立性は認められない

との見解を示した。

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員を代表する取締役2名およびクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの従業員株主を代表する取締役1名は、その雇用契約のほか、特定の規制の枠組みの下に置か

れている。したがって、AFEP/MEDEF規約に基づき、これらの者を独立取締役の割合の計算に含めるこ

とはできない。

・　さらに、農業専門組織の代表者は、フランスの経済・財務大臣および農業・食料主権大臣による同人

の取締役任命はクレディ・アグリコル・エス・エーが関与していない規制上の手続の一部ではあるも

のの、クレディ・アグリコルがフランスにおける農業の代表的な融資者という立場にあることから、

自動的に基準の適合から除外される。
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指名・統治委員会の助言に基づき、取締役会は2025年2月4日の会議で、6名の取締役がAFEP/MEDEF規約の独

立性基準を満たしていると判断した。取締役会は、従業員および従業員株主を代表する取締役を除いて、

独立取締役が取締役の3分の1を占める構成となっており、AFEP/MEDEF規約の被支配会社に関する勧告の条

件を満たしている。とりわけ地域銀行の会長に関して、取締役会は、例年どおり、当該地域銀行の会長が

地域銀行の従業員でも業務執行に係る職務権限を有するものでもなく、その正当性は、地域銀行の協同組

合としての地位に基づき、相互株主（すなわち顧客）によって選任されことに由来するものであるとの見

解を改めて示した。取締役会は、地域銀行の会長は銀行およびその運営についての知識が極めて豊かであ

り、また、金融セクター以外のビジネスリーダーでもあるという二重の特性を持ち、取締役会に卓越した

経験をもたらすことを強調した。

 

取締役の独立性

 N-1年（比較） 2024年 変動（％）

独立取締役の割合（％） 33％ 33％ 0％

 

独立取締役の表

 アニエ

ス・オー

ディエ

ソニア・

ボネ－ベルナール

マリ－ク

レール・

ダヴー

マリアン

ヌ・レ

ニョー

アレシ

ア・モス

カ

キャロル・シルー

基準1：過去5年間に有給の

会社役員であったこと
レ × レ レ レ ×

基準2：取締役の兼任 レ レ レ レ レ レ

基準3：重要な業務関係 レ レ レ レ レ レ

基準4：家族関係 レ レ レ レ レ レ

基準5：法定監査人 レ レ レ レ レ レ

基準6：12年超の在任期間 レ レ レ レ レ レ

基準7：非業務執行会社役

員の地位
レ レ レ レ レ レ

基準8：重要な株主の地位 レ レ レ レ レ レ

基準9：独立性を評価する

取締役会の権限

該当なしソニア・ボネ－ベルナー

ル氏はクレディ・アグリ

コル・CIBの独立取締役

でもある（基準1）。同

氏の状況は指名・統治委

員会および取締役会で検

討され、取締役会は、基

準9に従い、ボネ－ベル

ナール氏を独立取締役と

みなした。

該当なし 該当なし 該当なし キャロル・シルー氏はク

レディ・アグリコル・

CIBの独立取締役でもあ

る（基準1）。同氏の状

況は指名・統治委員会お

よび取締役会で検討さ

れ、取締役会は、基準9

に従い、シルー氏を独立

取締役とみなした。

読み方のポイント：レは基準を満たしていることを示し、×は基準を満たしていないことを示す。

 

業務関係の評価に関する基準

各基準に関して各当事者により更新された個々の状況の正式な検討に加え、取締役会は、指名・統治委

員会との協議の後、以下に言及されるクレディ・アグリコル・グループと独立取締役が役職を有している

会社との間の現在の業務関係の分析結果に基づいても評価を行っている。これらの業務関係の分析は、グ
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ループ・リスク部門の専門家のサポートを得て実施され、グループ・リスク部門は、当行グループと相手

方との関係について同部門が自由に利用できる連結データに基づいて分析を行っている。各当事者および

それらの助言活動を仲介する者の資産構造は除外されており、利益相反に関するルールに従って、その立

場から当行グループのために個人的な業務を行っている者は存在しなかった。

銀行業務は元来、経済活動への資金供給の中心であり、フランス銀行市場の特徴に鑑み、関係する会社

がフランスに本拠を置くようになる場合に、当該会社がクレディ・アグリコル・グループの事業体の顧客

となる可能性は高く、これは、当該会社の規模が大きい場合はなおさらである。

そのため、業務関係の「重要性」を判断するために、以下の事項を考慮した多基準分析が実施されてい

る。

・　取締役または当該取締役が経営する会社とクレディ・アグリコル・グループとの業務関係の性質（顧

客であるかサプライヤーであるかを問わない。）。当行グループの取締役が役員を務める会社と当行

グループとの間で構築された銀行取引およびアドバイザリー関係が、取締役の判断の独立性に影響を

与えるほどの重要性および性質を有しているかを評価するため、これらに特に注意を払っている。

・　コミットメントの金額および内容、満期、当該会社の借入金に占める割合、当該会社のリファイナン

ス能力、ならびに支配力および経済的依存度

・　対象会社が資金調達をクレディ・アグリコルに依存しているか、またはクレディ・アグリコルが資金

提供をやめた際に他の銀行またはマーケットを含むその他の方法による資金調達が可能かを確認する

ための、対象会社との関係の質的側面、特に、業績および格付（フランス銀行および内部格付）から

見た同社の財務状態

かかる業務関係がバランスのとれた性質を有すること、すなわちいずれか一方の当事者が相手方に対し

てレバレッジを有していないことの検証に重点を置くことにより、この最終段階は全体的評価に決定的な

質的側面を付加する。

したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーの各独立取締役に関して、それぞれが何らかの機能を

果たしまたは役職を有している会社との業務関係について分析が行われた。分析対象となった関係は以下

のとおりである。

 

アニエス・オーディエ －ボストン・コンサルティング・グループ：シニア・アドバイザー

－アフェオン（旧エルゴン・キャピタル）：シニア・アドバイザー

－AAコンセイユSAS：会長

－ユーテルサット：取締役

－SCET：会長

ソニア・ボネ－ベルナール －A2EFコンセイユ：会長

－レミーコアントロー：取締役

マリ－クレール・ダヴー －ケリング：持続可能開発責任者

－エンジー：取締役

－ポナン：取締役

キャロル・シルー －エシフィナンス：最高経営責任者

－サフィネイア・アドバイザーズ・ニューヨーク：創設パートナー

マリアンヌ・レニョー －エネディス：業務執行委員会委員長

アレシア・モスカ －ATM：取締役

 

この分析結果に基づいて、取締役会は、指名・統治委員会の提案により、これらの企業に対する当行グ

ループのコミットメントは、以下のいずれかであったと判断した。

・　クレディ・アグリコルに依存しているとみなすほどの重要性はなかった。
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・　これらの企業の財務状態をさらに分析し、これら取引先との間では、いずれの当事者も相手方に影響

力を行使する立場にはなく、バランスのとれた業務関係を保っていることが明らかになった。

指名・統治委員会は、あらゆる状況において、関係する取締役において利益相反が生じる可能性のある

事項について意見を述べるよう求められた場合には、これらの取締役は、クレディ・アグリコル・エス・

エーの良好統治規則および取締役の行動規範で要求されるとおり、話合いおよび議決への参加を棄権しな

ければならないとの見解を改めて示した。

 

取締役会の評価

毎年、取締役会は2件のアンケート調査への回答に基づいて、専門委員会を含む取締役会の構成および機

能についての評価を行っている。

・　1つは、AFEP/MEDEF規約の勧告による、取締役会の構成、組織および機能に関するもので、銀行セク

ターがフランス通貨金融法典第L.511-100条に定められる法的義務を果たすために行われ、

・　もう1つは、取締役会メンバーの個人および集団としての見識、専門知識および経験に関するもので、

前述のフランス通貨金融法典の条項に従って行われるものである（上記「取締役会の多様性に関する

方針」の項参照。）。

フランス通貨金融法典第L.511-100条に従い、この評価は指名・統治委員会により毎年実施され、取締役

会に報告される。AFEP/MEDEF規約の勧告に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは3年ごとに、独立性

に関する必要条件をすべて満たし、当委員会によりそのスキルが検証されている外部企業の支援を受け

る。2024年の評価活動は6月に開始された。

取締役会の機能に関しては、その構成の変更にもかかわらず、2024事業年度も引き続き過年度同様の極

めて良好な評価が得られた。取締役会の強みとして、その勢いと全体的なパフォーマンスが挙げられた

が、これらは、メンバーの多様なプロフィールと能力によるものである。

過年度同様、特筆すべきポイントとしては以下の事項が挙げられる。

・　討論の実施と会長による議事進行。これによって真の表現の自由が促進されている。

・　取締役会の構成におけるバランスおよび多様性

・　業務執行役員会と経営陣との間の良好な関係、および毎回の取締役会の冒頭で最高経営責任者が行う

最新情報の提供

・　機密保持、活力、職場環境

・　議事事項の取締役会の業務への取込み

・　戦略的議論の質。外部成長プロジェクトの事前議論および取締役会中の戦略セッションの両方におい

て、より多くの時間が割かれるようになった。

取締役会の機能について極めて高い評価が得られたことが強調される一方で、アンケートでは、下掲を

含め、いくつかの点で取締役会に改善の余地があることが指摘された。

・　ファイルを委員会および取締役会会議に先立って提供するまでの時間の改善に向けた継続的な努力

（ただし、今年度も評価により改善点が確認された。）

・　同業他社との比較を可能にするため、より多くのベンチマーク要素を含めることの要請

・　構造的な問題における人材問題に焦点を当てること

・　決定事項の「事後検討」レビューおよびガバナンス・ロードショーに関するより詳細なフィードバッ

クの要請

取締役会はまた、2023年度の評価中になされた提案が考慮されたこと、およびこれらが遠隔セミナーの

開催、社会的コミットメント委員会の設置、委員会の委員長報告の議題および報告書の形式の新たな構成

を通じて実施され、取締役会でのより深い議論が可能になったことを歓迎した。

スキルの評価に関しては、2023年度と概ね同じ評価となっており、取締役全体としては、前述の13の分

野において専門知識が確保されており（前述の「見識および専門知識」の項参照。）、なかでも当行グ

ループの活動および関連するリスクについての見識、主要活動分野についての見識、コンプライアンスお
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よび監査の互換性の分野における戦略・開発についての見識、会社経営についての見識、農業分野におけ

る地域および地方の経済についての見識、地政学および国際経済における規制についての見識、ならびに

CSR、気候および生物多様性課題についての見識が充実している。したがって、その比率は、取締役会のス

キルの望ましいバランスを示した一覧表にほぼ沿ったものとなっている。

 

取締役会の研修

フランス通貨金融法典第L.511-53条は、金融機関および金融会社は取締役の研修のために必要な人的お

よび財務的資源を確保しなければならないと規定している。集団研修では、取締役が研修を通じて何を習

得したいかを聞き取った上でプログラムが作成される。その結果、毎年、取締役はプログラムを極めて有

益なものとして捉えており、年次評価においても満足している旨表明している。個別の研修コースは、取

締役会によって表明された要望またはニーズを満たすものである。たとえば、ある取締役は、パリ政治学

院およびIFAの「会社取締役認定証｣のための個別の研修を希望した。

毎年度、新たに就任したクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの取締役は、集団研修セッショ

ンに参加する。この研修コースは会長と最高経営責任者が導入したもので、特に取締役の権利と義務、コ

ンプライアンス関連の問題および欧州中央銀行の監督下にある取締役会の特徴に焦点が当てられる。

取締役会の研修プログラムは、（ⅰ）取締役が表明したニーズおよび／または要望、ならびに（ⅱ）影

響、リスクおよび機会を含む当行グループの優先的課題を考慮して作成される。

2024年度は、取締役会の全メンバーが以下の研修セッションの1つ以上に参加した。

・　企業サステナビリティ報告指令に関する規制上および戦略的課題に関する研修ならびに当行グループ

における持続可能性報告の実施に関する業務の進捗状況

・　ジェネレーティブAI、グローバルな状況、銀行セクターにおける問題点および課題ならびに使用の概

要に関する研修

・　地政学的問題に関する研修

・　イタリアに特化した研修：マクロ経済シナリオ、イタリアの銀行市場およびクレディ・アグリコル・

グループの位置付け

以下の事項に関するものをはじめとした専門的な研修コースも行われた。

・　米国における法的特権の枠組み、SNC共有国家信用プログラム、および米国における気候問題に関する

規制（米国リスク委員会の委員を対象とする。）

・　地域銀行における経歴を持たない新任の取締役を対象とした地域銀行での研修

2025年度の取締役会の研修プログラムには、個別研修および委員会ごとの研修に加えて、以下のテーマ

に関する集団セッションが含まれる。

・　DORA規制に焦点を当てた規制およびコンプライアンスに関するニュース

・　同業他社のベンチマークおよび当行グループにおけるジェネレーティブAIの使用に関する進捗報告を

含む、デジタル技術およびAIに関する最新情報

・　銀行業務の統合という観点からみたフランスおよび欧州における顧客重視のユニバーサル・バンキン

グ・モデルの開発における課題に関するセッション

2025年度の研修プログラムは、時事問題に鑑みて更新される可能性がある。取締役会の集団研修セッ

ションは、社内および／または第三者の専門家が主導することに留意されたい。

 

フランス商法第L.225-37-4条および第L.22-10-10条に規定されるその他の情報

取締役会により最高経営責任者の権限に課された制限

最高経営責任者は、あらゆる状況においてクレディ・アグリコル・エス・エーの代表として行為をし、

第三者との取引において当行を代表する広範な権力が与えられている。最高経営責任者は、当行の目的の

範囲内において、法律によって株主総会および取締役会に明確に与えられた権限に従って、その権限を行

使する。
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手続規則に定めるとおり、取締役会が最高経営責任者の権限に課す唯一の制限は、最高経営責任者が以

下の取引について事前に取締役会の承諾を得なければならないということである。

・　総額または評価額が150百万ユーロを超える、フランス国内または国外の子会社および株式投資の創

出、取得または処分

・　金額または評価額が150百万ユーロを超えるその他あらゆる種類の投資

 

会社役員と子会社との間の契約

ある会社の会社役員の1人または議決権の10％超を保有する株主の1人と、フランス商法第L.233-3条の意

味において前述の会社が支配する会社との間で直接的に、または第三者を介して締結された同法第L.225-

38条以下に準拠する関連当事者との契約（後述参照。）については、下記「関連当事者との契約」の項に

記載される取締役会の活動を参照。

 

関連当事者との契約および経常的取引に関して通常の条件で締結された契約の監査手続

取締役会は、フランス商法第L.22-10-12条に従って、当行と自然人または法人との間のフランス商法第

L.225-38条に定める契約を認める内部手続を設定した。この手続については、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーのウェブサイトに掲載されている（「ガバナンス」のセクション）。

これは、どの契約がフランス商法第L.225-38条が定める関連当事者との契約の事前承認に関する法定制

度の適用の対象であり、どの契約が同法第L.225-39条に従った通常契約に関する制度の対象となる可能性

があるかを判断する際にクレディ・アグリコル・エス・エーが用いる基準を定めるものである。この基準

は、2020年2月13日の取締役会で採用された。取締役会は、商業活動が関与しない場合は、フランス通貨金

融法典第L.511-30条以下および第L.512-47条以下に規定されるクレディ・アグリコルの組織的中心として

の自身の法的責務ならびにクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの営業部門子会社の持株会社と

しての役割の両方を考慮する。

この手続では、毎年、当該年度中に締結された通常契約を監査委員会が見直すことが定められている。

監査委員会は、経常的業務において通常の条件で締結された契約がこれらの条件を満たしているかどうか

を定期的に評価する手続の実施について、取締役会に報告する。

 

会社役員に支給する報酬および現物給付を定めるために取締役会が定めた原則および規則

本情報は、2024年度一括登録書類の「報酬方針」のセクションに記載されている。

 

2022年12月20日版AFEP/MEDEF規約の違反の分野

AFEP/MEDEF規約に違反している分野については、下記の表にその要約が記載されている。これらの違反

の分野は、銀行法または銀行規則の実施に関連して発生したものは含まれていない。

 

規約による勧告 当行からのコメント
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選任または任命を担当する委員会

18.1 構成

「過半数は独立取締役とする。」

指名・統治委員会は、独立取締役が委員長を務め、6名

の委員により構成されている。構成は以下のとおりであ

る。

－当委員会の委員長（彼女自身がフランスの大手企業の

役員である。）を含む2名の独立取締役。イタリア国

籍である2人目の取締役に関しては、取締役会におけ

る女性の割合の増加に関するイタリアの法律（ゴル

フォ・モスカ法）がその背景にある。

－地域銀行の最高経営責任者

－3名の地域銀行の会長。彼らは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーが相互会社であることから、相互株主

（すなわち当グループの顧客）によって選出され、そ

の主な活動はクレディ・アグリコル外にある。彼ら

は、支配株主であるSASリュ・ラ・ボエスィを通じて

クレディ・アグリコル・エス・エーの支配に参画して

いるクレディ・アグリコルの39の地域銀行のうちの1

つの会長であるため、委員会に在籍する会長の出身で

ある3つの地域銀行がクレディ・アグリコル・エス・

エーの少数株主を構成するという点を考慮しても、正

式には「独立」とは認められない。

したがって、当委員会の決定は、独立取締役および当行

グループの相互株主である顧客の代表者の過半数によっ

て行われる。

また、当委員会は、指名・統治委員会が義務付けられて

おり、その任務が、AFEP/MEDEF規約よりも包括的である

フランス通貨金融法典第L.511-98条以下の規定により統

制される銀行部門における、このような種類の委員会に

適用される法律を尊重している。

さらに、ECBは、その直接的な監督およびそれが発行す

る基準を通じて、特に利益相反に関して、これらの規定

の適切な適用を保証する。

最後に、取締役会は、例年どおり指名委員会の構成につ

いて質問を受け、非常に満足または満足できるものであ

ると判断した。
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取締役および業務執行会社役員による株式保有

21．取締役に適用される倫理基準

「（前略）取締役は、個人的に当該会社の株主である

べきであり、定款および手続規則の規定に従って、同

人に割り当てられる取締役報酬との関係で相当以上の

株式を保有すべきである。」

24．株式保有義務

「取締役会は、任期終了までの間、業務執行会社役員

が登録株式として保有しなければならない最小株式数

を設定する。この設定は、少なくとも再任される度に

毎回検討される。（中略）株式保有目標に届いていな

い限り、業務執行会社役員は、取締役会が上記趣旨に

沿って設定したとおりにオプションの行使またはパ

フォーマンス・シェアの付与に保有する株式を割り当

てる。

当該情報は、当行の年次報告書に含められてい

る。）」

クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役は全員、定

款の規定を遵守し、その任命後3ヶ月以内に体系的に取

得した株式を少なくとも1株保有し、その時点で遵守し

ていない場合は辞任したものとみなされる。したがっ

て、クレディ・アグリコル・エス・エーの定款は、フラ

ンスの法律（フランス商法（Code de Commerce）第

L.225-25条）では任意である取締役の株式保有を義務化

している。

不遵守の宣言は、当該規約が推奨する「重要な」保有要

件に関して行われる。定款における最小限の株式保有の

選択は、その取締役会に、その任命が所有株式数とは無

関係である7名の委員長を有するクレディ・アグリコ

ル・エス・エーの支配株主である、当行グループの相互

会社としての構造に沿ったものである。

最後に、各取締役の保有株式数については、2024年度一

括登録書類の「2024年12月31日現在の取締役会の構成」

のセクションに記載されている。

違反の分野は、非業務執行会社役員としての立場におい

て、取締役会会長に適用される特定の保有および保持要

件がないことである。取締役会会長は、他の取締役と同

様に、2024年度一括登録書類の「2024年12月31日現在の

取締役会の構成」に記載される個人の資格で取得した株

式のみを保有する。任期中の業務の遂行における完全な

独立性を保証するため、またAFEP/MEDEF規約の勧告に

従って、取締役会会長は、長期インセンティブ制度、ス

トック・オプションおよびパフォーマンス・シェア制

度、ならびにクレディ・アグリコル・エス・エーの既存

のその他の長期報酬制度を含む変動報酬を受け取る資格

はない。したがって、株式を保有または保持する義務は

課されない。

より具体的には、2020年度から、業務執行会社役員は、

パフォーマンス・シェアの付与を受けることができ、そ

の職務が終了するまでの間、毎年取得した株式の30％を

保持することが義務付けられる。さらに、現行の規則に

従い、業務執行会社役員の変動報酬の大部分は繰り延べ

られ、クレディ・アグリコル・エス・エーの株価に連動

する商品の形で支払われる。

AFEP/MEDEF規約の違反は、これらの会社役員が保持する

株式の数が、最小株式数としてではなく、受益者に付与

された無償配分における割合として表されているという

ことによるものであり、それ自体は、受益者の年間固定

報酬の割合として表される。
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23．会社役員の場合の雇用契約の終了

「従業員が当行の業務執行会社役員になった場合、当

行または当行グループの企業との雇用契約を、契約終

了または離職により終了することが勧告される。
(1)

かかる勧告は、取締役会を備えた会社の取締役会会

長、会長兼最高経営責任者および最高経営責任者に適

用される。（後略）」

フィリップ・ブラサック氏を2015年5月20日よりクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者に任命

した際、取締役会は、2015年5月19日開催の会議におい

て、同氏の雇用契約の維持およびその後の任期中の当該

契約の停止について承認した。

同氏の雇用契約を終了した場合、当行グループに33年に

わたって在職し、積み上げてきた雇用契約の実績に基づ

く権利のほか、特に年功序列や勤続年数によって得られ

る給付金（とりわけグループ制度会員権等の長期給付）

および退職慰労金を得る権利が剥奪される。支払われる

総額は、いかなる場合においても、AFEP/MEDEF規約の勧

告に従い、2年間の報酬総額を超えないものとする。

取締役会は、かかる措置は、当行グループの発展に大き

く貢献した従業員に高い役職に就く機会を与え、それに

より当行グループの人的資源の持続可能な管理を促進す

る適切な方法であると考えた。

26．業務執行会社役員の報酬

26.5.1　業務執行会社役員の退任－総則

退職金

「同法は、事前に決定されている業務執行会社役員に

対して付与される退職金は、関連当事者との契約に適

用される手続に服するものであるから、株主が主たる

役割を担うべきであるとしている。同法は全面的な透

明性を課し、退職金を達成条件に基づき支払われるも

のとしている。

取締役会が支払のために設定したかかる達成条件は、

少なくとも2事業年度にわたる期間で査定されなけれ

ばならない。これらの条件は厳格で、その形態の如何

を問わず、業務執行役員が強制的に退任する場合のみ

退職金の支払いを認めるものでなければならない。」

最高経営責任者代理であるオリヴィエ・ガヴァルダ氏、

ジェローム・グリヴェ氏およびグザヴィエ・ミュスカ氏

について：同氏らの会社役員に関する契約もまた、関連

当事者との契約に関し、株主総会において承認された。

当該契約では、その契約終了の際に受領することができ

る退職金がその会社役員としての契約に基づき支払われ

るのではなく、その雇用契約に基づき支払われる限りに

おいて、達成条件に関する規定はない。かかる雇用契約

に基づく退職金の支払は、会社役員として行為する期間

においては停止され、会社役員の役職が終了する際に再

開される。この場合、達成条件の採用は労働法に反する

可能性がある。

(注1)　「雇用契約が維持される場合、判例法に従って停止される。」

 

2024年度の取締役会

 

取締役会の活動

取締役会は2024年度も極めて活動的であり、全体会議は12回開催された。そのうち3回は戦略的セミナー

で、1つは2024年1月16日に開催された地政学的問題に特化したもので、もう1つは2024年6月18日に開催さ

れたAIに特化したもので、3つ目は2024年11月26日および27日にミラノ（イタリア）でのオフサイトセミ

ナーの形式で開催されたイタリアの銀行市場に特化したものであった。

取締役会の出席率は平均99％と引き続き高く（下記出席状況表参照。）、年度が変わっても全取締役の

強いコミットメントが衰えていないことを反映している。

 

組織 出席率 2024年度の会合数

取締役会
99％

12(セミナー3回および研修セッ

ション1回を含む。)

リスク委員会 98％ 8
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監査委員会 100％ 5

リスク委員会と監査委員会の合同会議 96％ 10

米国リスク委員会 100％ 8

報酬委員会 97％ 5

戦略委員会 100％ 2

社会的コミットメント委員会 100％ 1

社会的コミットメント委員会と監査委員会の合同会議 96％ 2

指名・統治委員会 98％ 11

 

取締役会の経営機関との関係および主要機能の継承計画

最高経営責任者の権限の下で、クレディ・アグリコル・エス・エーの経営陣は、業務執行委員会および

経営委員会を中心に組織されている（下記「(2) 役員の状況－業務執行役員および経営機関の情報－ガバ

ナンス組織の変更」を参照。）。取締役会と業務執行陣との関係は、会長と最高経営責任者との間で定期

的かつ極めて頻繁に連絡を取り合っていることに最もよく表されている。それに加えて、最高経営責任

者、最高経営責任者代理および秘書役が取締役会のすべての会合に出席している。さらに、経営陣のメン

バーは、取締役会と頻繁に話合いを行っており、取締役会は、その機能の年次評価に際して、取締役会自

身にとっても専門委員会にとっても、情報の入手や業務執行役員と連絡をとることが容易になっていると

強調している。2024年度には、業務執行委員会のメンバー17名のうち15名が取締役会またはその専門委員

会を利用する機会を得た。取り扱う内容によっては技術系部門の責任者も取締役会と接触することができ

る。

銀行部門に適用される規制に従って、また、取締役会の手続規則に沿って、取締役会は、業務執行委員

会のメンバーでもある管理部門の責任者3名と相互に極めて密接な関係を持っている。かかる責任者らは、

その監督機能において、規制に基づき、また必要な場合には直接に、経営機関と連絡をとることができ

る。これら3名は、取締役会との協議を経て任命され、取締役の合意なしには解任することはできない。

2024年度中も前年度と同様に、管理部門の責任者らはその活動およびその責任範囲に係る結果について極

めて頻繁に取締役会およびその専門委員会に報告を行った。グループ最高リスク責任者は、この枠組みに

おいて、リスク委員会における定期的な出席に加え、11回の取締役会のうち9回に参加し、グループ法令遵

守責任者は3回、また、定期的な管理を担当するグループ統制および監査責任者は2回の取締役会に参加

し、主に主要な監査結果および2025年度監査計画について発表した。

業務執行陣の組織およびその構成の変更は、当行グループの戦略的ニーズに沿って行われている。2025

年1月1日現在、業務執行委員会は、最高経営責任者、最高経営責任者代理、LCL担当、クレディ・アグリコ

ル・イタリア担当、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ人事担当、サステナビリティ＆インパ

クト担当および管理機能の各担当の取締役ならびに秘書役という17名の委員で構成されている。

2024年1月1日、クレディ・アグリコル・アシュランスの最高経営責任者であるニコラ・ドゥニ氏および

LCLの最高経営責任者であるセルジュ・マグドレーヌ氏がそれぞれフィリップ・デュモン氏およびミシェ

ル・マチュー氏の退任に伴い、業務執行委員会に加わった。2024年7月15日、ユベール・レニエ氏がマル

ティーヌ・ブティネ氏の退任に伴い法令遵守責任者に任命された。

取締役会は、引き続き、クレディ・アグリコル・エス・エーのグループ内の、とりわけ業務執行委員会

に属する「主要機能の担当者」について継承計画が策定されていることを確実にすることに力を注いでい

る。最高経営責任者は、定期的に指名・統治委員会の委員に対して、業務執行委員会の各委員のポジショ

ンと退職する場合に想定している交代・継承案についてのプレゼンテーションを行う。この案では、内部

の人材を活用することに主眼が置かれているが、必要な場合には外部から新たな人材を採用する可能性も

排除されていない。

 

時事的事項の討論

取締役会は、とりわけ健全性規制および非財務規制の進展、特に2024事業年度について2025年に初めて

公表される企業サステナビリティ報告指令に基づいた持続可能性報告書の作成に注意を払った。社会的コ
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ミットメント委員会および監査員会の活動に見られるように、一般的には環境および気候問題ならびに社

会問題について充実した議論が行われた。

取締役会はまた、（ⅰ）国際的な緊張の要因が増加していること、とりわけCAウクライナを通じて当行

グループが事業を行っているウクライナの状況、ならびに（ⅱ）政治的な不確実性によって悪化している

フランス経済の状況および債務水準について懸念を示した。

取締役会はまた、インフレ率の低下および中央銀行による金融緩和についても議論した。これらは、特

にフランスのリテール・バンキングにとってはより好ましい見通しを示している。

 

最高経営責任者の任命

現在の最高経営責任者であるフィリップ・ブラサック氏の任期は、フランス商法第L.225-54条および定

款第18条の併用規定に従い、2025年5月14日の株主総会終了時に満了する。

取締役会は、2024年7月31日の会議において、指名・統治委員会に対して、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの将来の最高経営責任者の選出プロセスを検討するよう要請した。同委員会は、入札公募に基づ

き選出された人材紹介会社の支援を受けた。2024年9月から12月の間に数回の会議を実施し、将来の最高経

営責任者の職務内容と任務を明確にし、様々な候補者（すべて内部候補者）を検討した。期間中に開催さ

れた取締役会に対して、進捗状況に係る報告書が提出された。

2024年12月17日、かかるプロセスの最後に、取締役会は、指名・統治委員会の助言に基づき、オリヴィ

エ・ガヴァルダ氏をクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者に任命した。この決定は、2025

年5月14日の株主総会終了時に発効する。

 

戦略的方向性

当行の活動の戦略的方向性を提供する取締役会の使命の一環として、取締役会は、2022年6月21日に承認

した新たな2022年度-2025年度中期計画を中心とした業務を監視した。

取締役会は、欧州における銀行業務の集中を背景に、当行グループの開発問題に特に注意を払った。

取締役会は、いくつかの構造的な業務を検討した。そのうち2024年度に完了し公表されたものには、以

下の事項が含まれる。

1．CAインドスエズ・ウェルス・マネジメントによるデグルーフ・ピーターカムの株式取得（2024年6月4

日完了）

2．2024年7月9日、ビクトリー・キャピタルとアムンディとの間の契約が調印された。当該契約では、

（ⅰ）アムンディ米国とビクトリー・キャピタルの合併により、アムンディがビクトリー・キャピタ

ルの経済的持分の26.1％および議決権の4.9％を保有する戦略的株主となること、および（ⅱ）取引

の有効な完了時に効力を生じる15年間の販売およびサービス契約が規定された。

3．2024年10月15日、CAパーソナル・ファイナンス・モビリティと中国の自動車メーカーであるGACとの

間の契約が締結された。当該契約に基づき、CAPFMはGACリーシングの株式50％を取得した（取引は

2025年1月27日に行われた。）。

4．2024年12月19日、サンタンデールが保有する資産サービシング子会社であるCACEISの株式30.5％をク

レディ・アグリコル・エス・エーが取得し、それにより保有比率を100％に引き上げる内容の契約が

調印された。

5．2024年12月6日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、バンコBPMの資本の5.2％に相当するデリバ

ティブを締結したことをイタリア当局およびバンコBPMに対して通知したことを発表した。既に保有

していた9.9％の株式を考慮すると、バンコBPMの総保有比率は15.1％となる。同時に、クレディ・ア

グリコル・エス・エーは、バンコBPM株式の保有比率を10％から19.99％に引き上げる認可を監督当局

に申請した。

 

業績およびリスクの監視
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欧州におけるインフレ率および金利の低下、成長率の低迷ならびに不確実な地政学的および政治的環境

は、リスクという観点から取締役会の中心的課題であった。

取締役会は、気候リスク、環境リスクおよびITリスクにも特に注意を払った。クレディ・アグリコル・

グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの連結財務書類および親会社財務書類なら

びに関連する貸借対照表の変動に関する四半期レビューは、取締役会にとって、ユニバーサル・バンキン

グ・モデルの強みを反映した業績の伸びを達成するために、高い自己資本利益率を実現し、それを健全に

管理する当行グループの能力を評価する機会となった。

取締役会は、フランス商法（Code de Commerce）第L.228-40条に従い、2024年度の債券発行プログラム

に同意し、関連する承認を与え、定期的に進捗報告を受けた。

取締役会は、四半期レビューの際、およびリスク委員会・監査委員会の各会議で、当行グループのソル

ベンシーと流動性の両方の観点から当行グループの規制上の健全性比率を細かく監視した。クレディ・ア

グリコル・グループは、欧州で資本状況の最も優れ、組織として重要な銀行の1つである。

リスク委員会の推奨により、取締役会は、当行グループがさらされているまたはその可能性があるリス

クの引受、管理、監視および軽減に関わる戦略ならびに方針を定期的に検討し、承認した。

これに基づき、取締役会は、リスク管理・監視のツールとシステムおよびその一貫性、特に年次内部統

制報告書（RACI）等のツール、リスク選好声明（RAS）およびその予算上の想定との整合性、自己資本充実

度に関する自己資本評価プロセス（ICAAP）および内部流動性妥当性評価プロセス（ILAAP）声明ならびに

復旧計画との一貫性を検討および／または承認し、その更新を承認した。

リスク・アペタイト・フレームワーク（RAF）およびその監視ツールは、2024年12月17日に2025年度予算

と同時に採用された。

取締役会は、直接的に、またはリスク委員会および監査委員会の委員長を通じて、ECBが当行グループ内

で行う様々な監督任務の結果および／または監督機関がクレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行陣

に対して行った要請について報告を受けていた。また、取締役会は、内部監査が行った課題の結果報告を

定期的に受けていた。

監督当局との継続的な対話の一環として、取締役会は、2024年1月16日に水平的事業部門監督の業務執行

陣およびその合同監督チームとの間で、単一監督メカニズム（SSM）の優先事項および2023年の監督上の検

証・評価プロセスの実施の結果に関する会合を持った。監督チームはまた、当年度中、リスク委員会およ

び監査委員会の委員長ならびに秘書役とそれぞれ個別に面談した。また、米国リスク委員会のメンバーお

よび委員長と米国の監督当局との四半期ごとの会合が開催される。

企業社会的責任の分野においては、取締役会は、業務執行陣および社会的コミットメント委員会の委員

長から直接、当行グループの気候スコアカードのモニタリング、2024年のカーボンバジェットおよびクレ

ディ・アグリコル・エス・エーのエネルギー転換に対するコミットメントの一環として計画されている主

な変更を含む、この分野における重要事項について報告を受けた。

取締役会は、中期計画の社会的プロジェクトの見直しの一環として、またクレディ・アグリコル・グ

ループの（ⅰ）一般炭、（ⅱ）森林破壊と生態系の転換、および（ⅲ）石油およびガスに関するセクター

別政策の見直しの一環として、これらのコミットメントを監視した。

なお、報酬委員会の報告に基づき、取締役会は、業務執行会社役員の2025年度の変動報酬制度の変更の

骨子およびかかる役員の全体的報酬条件を承認した。これらの役員不在のなか、また、報酬委員会の委員

長からの報告を受けた後、業務執行会社役員個人の変動報酬およびその要素、ならびに2024年度報酬につ

いて検討し、2025年5月14日の株主総会に先立って、2025年2月4日に特定の従業員に対して支給することが

できる変動報酬総額を承認した。

 

関連当事者との契約

フランス商法第L.225-38条以下に従って、取締役会は、2024年度中、新たな関連当事者との契約5件を承

認した。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 478/1736



最初の2つの契約は、決済部門におけるクレディ・アグリコルとワールドラインとの戦略的パートナー

シップに関するものである。

・　1つ目は、クレディ・アグリコル・エス・エー、ワールドライン、エスティSASおよびCAWLの間で2024

年3月19日に締結された株主間契約である。かかる株主間契約の目的は、ジョイント・ベンチャーの株

主間の関係を整理し、株主としてのそれぞれの権利および義務を定めることである。

・　2つ目は、クレディ・アグリコル・エス・エー、エスティSASおよびクレディ・アグリコル全国連合の

間で2024年3月12日に締結された株主間契約である。かかる株主間契約は、エスティSASのガバナンス

規則およびCAWLのガバナンスにおけるエスティSASの参加条件を明記している。この契約はまた、エス

ティSASの有価証券の資金調達および譲渡に関する規則、ならびに株主の退出に関する条件も定めてい

る。

3つ目の契約は、クレディ・アグリコル・エス・エー、SACAMパーティシパシオンおよびCATEの間で2024

年6月26日に締結されたクレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ（トランジシオン・エ・エ

ネルジ）株主間契約である。かかる契約の目的は、CATEのガバナンス規則を定め、株主間の関係を整理

し、CATE資本に対する自らの持分の全部または一部を譲渡する場合に尊重する条件を定めることである。

4つ目の契約は、クレディ・アグリコル・エス・エー、サンタンデールおよびCACEISの間で2024年12月19

日に締結された、CACEISに関する枠組み契約である。かかる枠組み契約の目的は、サンタンデールが保有

するCATE株式の売却条件および特定の商業契約の条件を定めることである。

5つ目の契約は、クレディ・アグリコル・エス・エーとCAインドスエズとの間で2024年12月18日に締結さ

れた基本的合意である。かかる契約は、デグルーフ・ピーターカムの株式取得の際に定められた流動性条

項の行使条件を正式に定めるものである。基本的合意は、CLdN（デグルーフ・ピーターカムの少数株主）

の株式を受け取り、マーケット・メイキング契約が定める条件に従い、それと引換えにクレディ・アグリ

コル・エス・エーの株式を引き渡すというクレディ・アグリコル・エス・エーのコミットメントを正式に

定めるもので、これにより、CAインドスエズはプットオプションに基づくコミットメントから解放され

る。

 

専門委員会のレビュー、アドバイスおよび／または推奨を受けた後に2024年度に取締役会のレビューを受け

た主な事項の概要

1. 監査委員会による分析後：

・　クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループおよびクレディ・

アグリコル・グループの年次財務書類の作成ならびに半期財務書類および四半期財務書類ならびに関連

する貸借対照表の変更の承認。取締役会はまた、それぞれの報告日において、監査委員会に対して監査

に係る所見を提示した当行の法定監査人から、中間報告の各報告日における報告と共に報告を受けた。

また取締役会は、当行が発表するプレスリリースのドラフトも検討し、必要に応じて承認する。

・　当行グループの営業権の状況

・　財務的に困難な状況に陥った際のストレス想定とICAAPアプローチを検討した、クレディ・アグリコ

ル・エス・エー・グループの2025年度予算

・　持続可能性情報を認証する共同監査人としてのPwCおよびフォーヴィス マザーの任命

・　社会的コミットメント委員会との連携による持続可能性に関する報告書の作成プロセス、特に持続可能

性情報の認証機関のタスクプランの監視

 

2. リスク委員会による分析後：

・　内部資本評価プロセス（ICAAP）および内部流動性の妥当性プロセス（ILAAP）の承認を受けての、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループの自己資金およびソルベンシー

に関する状況の推移
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・　当行グループの流動性状況の推移、グループ緊急流動性計画、短期の半期ごとの上限、また、クレ

ディ・アグリコル・グループの資金調達プログラムの監視

・　金利リスク、外国為替、バリュー・アット・リスク（VaR）に関する当行グループの上限、およびキャ

ピタル・マーケットにおける活動の限度

・　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの証券ポートフォリオ管理

・　年次内部統制報告書および半年間の内部統制に関する中間情報。これらは、グループ・リスク管理部門

により調整されている。

・　規制当局から当行に送付された取締役会への報告義務について記載したすべてのメールと、その所見へ

の対応として取られた措置

・　リスク・ダッシュボードならびにITおよびサイバー・セキュリティのリスクの監視に加え、信用リス

ク、市場リスクおよび業務・安全性リスクの進展

・　当行グループの復旧計画のアップデート

・　監査計画およびグループ管理・監査部門の2025年度の監査計画の更新

・　当行グループの中核的事業分野におけるリスク負担に関するリスク管理の枠組みの承認

・　法令遵守／法務の分野では、法令遵守に関する半期および年次報告書、係属中の訴訟および行政審議の

進捗状況

・　ロシアとウクライナ間の紛争とその当行グループへの影響の監視

・　グループ・リスク部門の増員計画

 

3. 米国リスク委員会による分析後：

・　クレディ・アグリコル・CIBおよびアムンディが実施した米国における当行グループの活動状況

・　米国における当行グループの事業に関する緊急流動性計画ならびに流動性および信用リスク選好の枠組

み

・　米国の企業における連結リスク管理についての組織および管理枠組みの更新

・　ROCA（リスク、オペレーション、法令遵守および資産内容）監督活動の結果で、その対象となる米国企

業についてのもの。

・　米国連邦準備制度に送付された四半期報告書の結果および進行中の是正措置の監視

・　ビクトリー・キャピタルとアムンディ間の取引およびこれによるアムンディ米国への影響

 

4. 戦略委員会による分析後：

・　買収・売却案（上記参照。）

 

5. 報酬委員会による分析後：

・　業務執行役員の報酬に関する事前および事後投票の一環として株主総会に提示された、ならびに提示さ

れる予定のCSR業績基準に加え、規制条項を考慮した、業務執行会社役員（会長、最高経営責任者およ

び最高経営責任者代理）の固定報酬、個人の年間変動報酬、ならびに年間変動報酬を決定するために使

用される条件および基準

・　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの報酬方針の更新

・　規制条項に基づき、執行取締役およびその専門業務が当行のリスク特性に重大な影響を有する特定従業

員の報酬慣行に関する報告

・　賃金透明性指令の実施準備に関する最新情報

・　業務執行会社役員の変動型の年間報酬および長期報酬における環境的および社会的基準の見直し、なら

びに「セルクル1」の業務執行役員の変動型の長期報酬におけるCSR基準の見直し

・　従業員のために留保される増資
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6. 指名・統治委員会による審査後：

・　2025年5月14日の株主総会終了時よりフィリップ・ブラサック氏の後任となるクレディ・アグリコル・

エス・エーの最高経営責任者の任命

・　取締役会の運営および個人や集団としての専門知識に関する自己評価の結果、ならびにガバナンスを向

上させるために可能な方法

・　AFEP/MEDEF規約の下での取締役の独立性および同規約に違反している分野

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの主要な役割の継承計画に基づいて実施された業務の進捗

・　特に以下の内容の取締役会および特定の専門委員会の手続規則の更新

－　持続可能性情報に関する取締役会および監査委員会の手続規則の更新

－　年次財務書類の承認を含む取締役会のすべての決定における電気通信の使用を承認するための取締

役会の手続規則の更新

－　取締役会に提出されるすべての決定について書面による協議の使用を承認するための取締役会の手

続規則の更新（および2025年5月14日の株主総会に対する定款改正の提案）

・　以下の2つの手続メモの補正

－　取締役会会長、最高経営責任者および主要な機能として特定された業務執行委員会のメンバーの継

承プロセスの原則を定義する取締役会の手続メモ

－　クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役の職務遂行のために必要なプロフィール、能力および

就任可能性に関する取締役会の手続メモ

・　企業体としてのクレディ・アグリコル・エス・エーにおける業務上のジェンダー間の平等性および同一

賃金、ならびにクレディ・アグリコル・エス・エー・グループ・レベルで行われた業務上のジェンダー

間の平等性、多様性および経営組織への登用における平等性の促進プロジェクトに関する方針

・　2025年5月14日の株主総会にその選任が提案される取締役の選任プロセス

・　倫理文化の展開および評価に関するグループ法令遵守責任者の年次公聴会

・　グループ法令遵守責任者の任命に関する取締役会の見解

 

7. 社会的コミットメント委員会による審査後：

・　2023年の非財務業績宣言（SNFP）

・　取締役会が承認したコーポレート・ガバナンスに関する報告書の一部を構成する警戒計画の見直し

・　クレディ・アグリコル・グループの脱炭素の軌道の監視ツールである気候ダッシュボード

・　財政予算に含まれる2024年のカーボンバジェット

・　「一般炭」および「石油およびガス」セクター政策の更新、ならびに「森林破壊と生態系の転換」セク

ター政策の採択

 

8. 取締役会が検討したその他の事項：

・　株主総会およびその招集通知の準備

・　クレディ・アグリコル・グループの組織的中心としての、地域銀行の最高経営責任者およびジェネラ

ル・マネージャー代理に関する事項の検討

・　現代奴隷法に基づく英国当局への年次報告のレビュー

・　規制対象の契約の承認（下記参照。）

 

取締役会の専門委員会の活動
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委員会の運営方針

 

取締役会には、7つの委員会が設置されている。リスク委員会、米国リスク委員会
(1)

、監査委員会、報

酬委員会、指名・統治委員会、戦略委員会および社会的コミットメント委員会である。

 

委員会メンバーは、取締役会会長の推薦の下、取締役会において選任される。取締役会は、委員会メン

バーをいつでも解任することができる。委員会メンバーは、委員会をいつでも辞任することができる。委

員会のすべての委員および委員会の会議に出席するすべての者は、守秘義務および職業上の秘密保持義務

を負う。

各委員会の機能は、手続規則に準拠する。委員会は、業務の過程において、クレディ・アグリコル・エ

ス・エー・グループのあらゆる従業員もしくは業務執行役員またはかかる委員会に付託された権限の範囲

内の分野の当行外の専門家と面接することができる。

フランス通貨金融法典の規定および欧州銀行監督機構の勧告に従って、委員会のメンバーは、それぞれ

の役割に必要な知見、スキルおよび専門知識を有している。これらの能力は、指名・統治委員会が検討し

た後、毎年、以下の事項と同時に評価されている。

・　取締役会および専門委員会の両方を対象の範囲とするフランス通貨金融法典第L.511-100条に規定され

る年次評価の結果

・　2017年11月7日に採択され、2025年2月4日に最終改定された取締役の手続メモに記載されているよう

に、委員会の長を務め職務を遂行するために必要な素養

・　欧州銀行監督機構が策定した2021年7月2日の経営機関のメンバーのスキルの評価に関するガイドライ

ン

専門委員会のメンバーは、通常、各会議の3日から5日前（委員会による。）に、議題項目についてまと

めた要約を受け取る。

取締役会メンバーが会議の参加において報酬を支払われるのと同様、委員会のメンバーは、報酬委員会

の推奨に基づき取締役会により設定された尺度に基づいて、その出席に対して取締役報酬が支払われる。

5つの委員会の委員長ならびに戦略委員会および社会的コミットメント委員会の委員長は、委員会の運営

および機能ならびにその職務の調整について主要な役割を担っている。委員長は各委員会の専門分野の範

囲内の活動を担当している取締役、とりわけ3つの管理部門の責任者、指導および統制業務を担当する最高

経営責任者代理、最高サステナビリティ＆インパクト責任者、グループ財務部門責任者ならびに会計・連

結、子会社および株式投資を担当する部署の責任者、グループ人事部門ならびに秘書役と定期的に会合を

行っている。リスク委員会および監査委員会の各委員長は、さらに、法定監査人との間で定期的に双方向

の会議を行っている。また、主に監督上の検証・評価プロセスの一環として、また、ECB共同監督チーム

（JST）が行う面談を通じて、単独で、またはこれらの2つの委員会の委員と共に、JSTとの会合にも何度か

出席している。さらに、米国リスク委員会の委員長も米国連邦準備制度と直接交流している。

委員会の会議では毎回、議事録が取締役会秘書役によって作成され、議事録は委員長が承認した後、委

員会の全メンバーに配布され、その後取締役会の全メンバーに配布される。

 

(注1)　2016年に設立された米国リスク委員会は、米国で事業を行い、資産の閾値に関する一定の基準を満たす外国銀行

に対して2016年7月1日時点で適用される米国の規制要件に対応して設置された。

 

専門委員会の活動への企業社会的責任の問題の組入れ

取締役会は、特に以下の場合、全体会議において、社会および環境問題に関する事業への取組みおよび

プロジェクトの一貫性を確認する。

・　戦略的プロジェクトについて検討する場合
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・　採択を受けるために提出されたリスク管理の枠組みを検討する際、関連する活動の範囲が正当である

場合、特に気候および環境リスクが考慮されることを確認

また、取締役会の決定を受けるために提出される事項は、取締役会の審議の準備および／または取締役

会への意見および提案の提出に責任を負う7つの専門委員会のうちの1つ以上によって事前に検討される。

環境および社会分野については、クレディ・アグリコル・エス・エーは2つの委員会に特定の責任を割り当

てることを選択した。

・　株主総会に向けた気候戦略監視を含むESG方針の検討を社会的コミットメント委員会に委託

・　非財務情報の審査、ならびに特にクレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・

グループのサステナビリティレポートの作成および監視を監査委員会に委託

これらの特定の責任にもかかわらず、取締役会は、課題に応じて専門委員会のほとんどが関与しつつCSR

問題への機能横断的アプローチを維持する、という意欲を再確認した。専門委員会は特に以下の分野に関

与している。

・　気候リスクがポートフォリオに与える影響についてはリスク委員会

・　業務執行役員のESGパフォーマンスの評価については報酬委員会

・　当行グループ内の倫理的文化の促進については指名・統治委員会

・　外部成長事業のESG問題の理解については戦略委員会

 

リスク委員会

 

2024年12月31日現在の5名のメンバー 出席率

キャロル・シルー：委員長、独立取締役 100％

ソニア・ボネ－ベルナール：独立取締役 100％

マリ－クレール・ダヴー：独立取締役 88％

ピエール・キャンブフォー：地域銀行最高経営責任者 100％

パスカル・リュルー：地域銀行会長 100％

 

指導および統制業務を担当する最高経営責任者代理、グループ最高リスク責任者、グループ管理・監査

部門責任者、グループ法令遵守責任者、グループ最高財務責任者および会計および規制情報部門責任者

は、リスク委員会の会議に継続的に出席する。

当委員会の機能および職務については、取締役会に承認された手続規則に規定されている。当委員会

は、取締役会の責任の下、フランス通貨金融法典の規定により定められた範囲の自己の職務を遂行する。

かかる範囲は、主に2014年2月20日付自己資本修正指令Ⅳ（CRDⅣ）および銀行の内部統制に関する2014年

11月3日付指令に依拠している。

当委員会の職務は、ニーズおよび時事的状況に応じて策定される年間スケジュールに沿っている。リス

ク委員会は、監査委員会と共同で、少なくとも年に1回非業務執行役員の会合を開催し、翌年度の活動計画

ならびにメンバーが要請する集団研修コースについて決定し、改善の見込みのある分野についてメンバー

と議論する。また、法定監査人とも会合し、経営陣が参加することなく、当行の事業についての評価を受

ける。

リスク委員会は、2024年度中、10回の監査委員会との共同委員会（上記参照。）の他に、8回会議を開い

た。

リスク委員会の定期スケジュールは主に、内部レビューに関する2014年11月3日付フランス法令（2021年

2月25日付法令により改正）に規定される規制上の問題、監督当局の要求から生じる事項、リスク枠組みの

レビューおよびリスク問題などを中心に構成されており、特にITおよびサイバー・セキュリティに関して

は、当委員会は四半期ごとにレビューを行う。当委員会は、ECBによるテーマ別ミッションを編成し、特に

健全性の観点を含み規制環境が強化されている気候リスクなど、ESGリスクの組込みに注意を払っている。

2024年度、当委員会は以下の事項を検討した。
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・　当委員会によるリスクの管理および監視ならびにより一般的にガバナンス全般のための重要な枠組み

となる、リスク選好声明および関連する監視ツール（リスク選好に関するマトリックスおよびダッ

シュボード）

・　当行グループの流動性の状況、緊急流動性計画、半期短期限度およびILAAP、ソルベンシーの状況なら

びにソルベンシーの傾向の監視

・　3つの管理機能（リスク、法令遵守、内部監査）の各々に割り当てられる組織、機能および資源、特に

グループ・リスク部門の人員増強計画に重点を置いたもの

・　監査結果、勧告に対するフォローアップおよび2025年度監査計画

・　IT戦略およびITおよびクラウド・リスク枠組みの両方を通じたITリスク、ならびにITリスク・ダッ

シュボードによるこれらのリスクおよびサイバー・リスクの四半期ごとの監視。また、ITリスクに特

化した監査委員会との共同委員会も開催（下記参照。）

・　ロシア・ウクライナ紛争に関連する直接および間接のリスク

・　有価証券およびソブリン・ポートフォリオの上限、VaRの上限、GIRRの上限、外国為替の上限

・　内部モデルおよび内部モデル・リスク

・　ECBおよびACPRの監査および勧告に対する行動計画およびフォローアップ・レターのレビュー

・　管理手続および継続的手続に関する定期的情報

・　取締役会に提出される前のリスクを包含するすべてのリスク枠組み

・　米国リスク委員会の各委員会終了後の活動要約

・　新たなグループ法令遵守責任者の任命についても好意的な意見を表明

 

監査委員会

 

2024年12月31日現在の6名のメンバー 出席率

ソニア・ボネ－ベルナール：委員長、独立取締役 100％

アニエス・オーディエ：独立取締役 100％

アレシア・モスカ：独立取締役 100％

ユーグ・ブラスール：地域銀行最高経営責任者 100％

ジャン－ピエール・ゲヤール：地域銀行会長 100％

キャロル・シルー：独立取締役 100％

 

監査委員会の会議には、指導および統制業務を担当する最高経営責任者代理、グループ財務部門責任

者、会計および規制情報部門責任者、グループ最高リスク責任者ならびにグループ管理・監査部門責任者

が恒久的に出席する。また、金融コミュニケーション部門責任者および子会社・株式投資責任者は、監査

委員会の会議に必要に応じて出席する。

当委員会の機能および職務については、取締役会で承認された手続規則に規定されている（上記参

照。）。

監査委員会は、昨年度、10回のリスク委員会との共同委員会および2回の社会的コミットメント委員会と

の共同委員会の他に、5回会議を開いた。

当委員会が担当する分野の大部分は、年次財務書類、半期財務書類および四半期財務書類ならびに関連

する貸借対照表の変更の、取締役会への提出の前の綿密な検討に関するものである。すなわち、連結業績

および当行グループの各事業部門の業績の検討、規制状況ならびにオフバランスシート・コミットメント

を含む金融コミュニケーションの推進および統合性である。

この状況下で、当委員会は、引き続き引当金およびその正当性に特に注意を払っており、この点はリス

ク委員会と共同で体系的に検討されている。

当委員会は、一般的に、各報告日において特に会計オプションに注意を払う（債務に対する引当て、

CVA/DVA/FVAの取扱い、発行済証券の発行者スプレッド、雇用関連のコミットメント、ALMなど）。その
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際、当委員会は、財務諸表が作成されたときの状態および法定監査人が委員会の注意を喚起したい点につ

いて法定監査人から説明を受ける。半期ごとの報告日ごとに、法定監査人はまた、監査委員会に対する特

定の年次報告書などの自身からの報告に加えて、当委員会に対して、その先数ヶ月間の同人の業務計画を

提出する。

規制および基準の変更については四半期ごとに定期的に検討している。

監査委員会の手続規則に従って、監査計画の共同レビューの過程で、グループ管理・監査部門の責任者

は、管理・監査部門の監査計画について、その専門分野の範囲内の要素、すなわち、本質的には2024年度

に向けての財務リスクに関連した内部監査事業部門の役割について、当委員会に提示した。

口座認証（SACC）以外のサービスの検討において、監査委員会は、2024年度にE&Yと交代したフォーヴィ

ス マザーおよび2028年度にPWCと交代するデロイトの状況も精査した。これら2社は、子法人レベルでの段

階的な義務の引受を考慮して、それぞれ2019年度および2021年度からの入札要請を受けて、当委員会の提

案に基づき取締役会が選定した。両社の指名は、それぞれ2024年度および2028年度の株主総会においてク

レディ・アグリコル・エス・エーの株主に提案されており、また提案される予定である。

最後に、当委員会は、投資家の質問および懸念に対するフィードバックを通じて関連情報を提供する財

務ロードショーの結果を検討した。

 

持続可能性に関する情報

監査委員会の手続規則は、2024年12月17日の取締役会の決定により改訂され、非財務情報の審査ならび

にクレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループのサステナビリティレ

ポートの作成および監視が監査委員会の責任に追加された。この変更は、特にフランス商法第L.821-67

条を改正する、サステナビリティレポートの公表および認証ならびに営利企業の環境・社会・企業統治

の義務に関する2023年12月6日付政令2023-1142に従って行われた。

その結果、当委員会は、非財務報告の作成を監視することにその作業のかなりの部分を費やした。サス

テナビリティレポートの発行は初年度であるため、可能な限り幅広い専門知識を活用するために、当委

員会は社会的コミットメント委員会との共同委員会を数回開催した（2024年度に2回、2025年度初頭に2

回）。これらの会合中、2つの委員会の共同委員会は、（ⅰ）持続可能性および非財務情報の公開基準に

従って開示される情報の決定プロセスを監視し、（ⅱ）最初の事業年度である2024年度におけるクレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・グループのサステナビリティレポートの

テーマにつき、ダブルマテリアリティ分析に基づいた確認および構成オプションの検討を行い、（ⅲ）

監査人のタスク計画および監査人が実施するサステナビリティレポートに対する検証を検討した。

監査委員会および社会的コミットメント委員会の2回の合同会議への出席率は以下のとおりであった。

 

2024年12月31日現在の12名のメンバー 出席率

ドミニク・ルフェーヴル：委員会共同委員長、取締役会会長、地域銀行会長 100％

ソニア・ボネ－ベルナール：委員会共同委員長、独立取締役 100％

ラファエル・アペール：取締役会会長代理、地域銀行最高経営責任者 100％

オリヴィエ・オフレー：地域銀行会長 100％

マリ－クレール・ダヴー：独立取締役 100％

マリアンヌ・レニョー：独立取締役 0％

クリストフ・ルスール：従業員株主代表 100％

キャロル・シルー：独立取締役 100％

アニエス・オーディエ：独立取締役 100％

ユーグ・ブラスール：地域銀行最高経営責任者 100％

アレシア・モスカ：独立取締役 100％

ジャン－ピエール・ゲヤール：地域銀行会長 100％
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リスク委員会および監査委員会の共同委員会

 

リスク委員会および監査委員会の手続規則で、これらの2つの委員会を統合する可能性について定められ

ている。2015年度に銀行規則の要件によって監査・リスク委員会が2つの委員会に分割されたとき、監査

委員会とリスク委員会の委員が特定の分野、とりわけ財務および健全性情報が相互に関連している分野

で、同水準の情報を共有し、それにお互いに議論する機会を得ることが有益と思われた。規制により審

査する情報に関して取締役会に対して意見を提示することがリスク委員会に明示的に求められている場

合は、この意見は委員会委員長によって提示される。共同委員会の慣行は、両委員会のメンバーにとっ

て全面的に満足のいくことである。これは、2021年2月25日付命令で改正された規制上の健全性要件にお

ける、「リスク委員会は監査委員会と効果的に連絡、連携および協力するものとする。」という規定に

適合している。

 

2024年12月31日現在の9名のメンバー 出席率

キャロル・シルー：委員会共同委員長、独立取締役 100％

ソニア・ボネ－ベルナール：委員会共同委員長、独立取締役 100％

アニエス・オーディエ：独立取締役 90％

ユーグ・ブラスール：地域銀行最高経営責任者 80％

マリ－クレール・ダヴー：独立取締役 100％

アレシア・モスカ：独立取締役 100％

ピエール・キャンブフォー：地域銀行最高経営責任者 100％

ジャン－ピエール・ゲヤール：地域銀行会長 100％

パスカル・リュルー：地域銀行会長 90％

 

2024年度中、リスク委員会および監査委員会は、共同委員会を10回開催した。

共同委員会がこのように多数回にわたって開催された背景には、会計および規制上のアプローチが相互

に関係する分野がますます増えてきているという事情がある。これは、IFRS第9号が、会計と規制上のアプ

ローチを統合してリスクとその引当方法の評価にしたことに一部関連する。同時に、リスクと会計データ

をまとめて報告するという要件が増え、2019年度には、混成チームによる「グループ・データおよびリス

ク財務報告」部門が経理部内に創設されるに至った。同様に法的リスクも、リスクおよび引当に関する関

連規定の検討を行う監査委員会の委員が同じ情報を共有できるよう、共同委員会内で扱われている。

過年度同様、2つの委員会のメンバーの重要なガイダンスであるクレディ・アグリコル・グループの予算

のレビュー、ストレスを受けた予算の結果、およびリスク選好声明が、ロイヤリティ配当条項の問題と共

に、共同会議で検討された。

以下の事項も共同委員会で検討された。

・　年次内部統制報告および内部統制の半期ごとの中間情報

・　反マネー・ロンダリングおよびテロへの資金提供の防止に関する年次レポート

・　リスク費用

・　財務およびリスクの分野における構造的ITプロジェクト

・　監督上の検証・評価プロセス（SREP）

・　係争中の訴訟の監視

リスク委員会は、監査委員会との共同委員会において、クレディ・アグリコル・エス・エー、技術、デ

ジタルおよび支払部門責任者のジェネラル・マネージャー代理の出席の下、ITリスクに特化した会合も開

催した。この会議は、（ⅰ）クレディ・アグリコル・グループおよび規制環境における課題、（ⅱ）当行

グループのITリスク管理システムならびにITリスクの評価および範囲、最後に（ⅲ）2024/2025年度の優先

事項および見通し、特に、デジタル・オペレーショナル・レジリエンスに関するDORA規制を遵守するため

に取られた措置について提示する機会を提供した。
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米国リスク委員会

 

2024年12月31日現在の3名のメンバー 出席率

キャロル・シルー：委員長、独立取締役 100％

ピエール・キャンブフォー：地域銀行最高経営責任者 100％

アレシア・モスカ：独立取締役 100％

 

上記の3名の委員に加えて、米国の規制環境に関する専門家および知識を提供するために2名の独立した

米国アドバイザーも当委員会に参加し、これにより当委員会による当行グループの米国事業に対する監督

を強化する。

・　キャサリン・ディック、2023年10月3日に取締役会により任命

・　アリソン・メリック、2024年1月にエドワード・シュライバーが亡くなったことを受け、2024年7月31

日に取締役会により任命

クレディ・アグリコル・グループは、クレディ・アグリコル・CIBおよびアムンディを通して米国で事業

を展開しており、ドッド・フランク法第165条の適用対象である。当該規制では、米国で事業を行う外国の

銀行が、総連結資産において事業を率いる持株会社の設置を正当化できない場合、米国リスクを監視する

専用の取締役会の委員会を設置することが求められている。このような枠組みにおいて、2016年度上半期

末に米国リスク委員会が設立された。

米国の規制は、当委員会に最低3名の取締役が参加し、その1名は独立取締役であることを推奨してい

る。クレディ・アグリコル・エス・エーは、リスク委員会の委員長も務める当委員会委員長および上記の2

名の独立アドバイザーを含めて、ほとんどを独立メンバーとした。

この委員会は少なくとも年間4回会議を開き、そのうち1回は、米国連邦準備制度の推奨に従って、米国

で開催する。当委員会は、2024年度に8回会議を開いたが、うち2回は米国での開催であった。さらに、4回

の会議は米国連邦準備制度と共に開催され、2回の会議は米国訪問中に当委員会のメンバー全員が、2回の

会議は当委員会委員長が出席した。

当委員会の活動の運営は、当行グループの米国事業体の連結リスク管理の運営および枠組みを定義する

当行グループの手続メモによって管理されており、レギュレーション YYのより厳格な健全性基準に従って

いる。米国リスク委員会の手続規則はこのメモに基づいており、メモは米国の監督当局の要件を考慮する

ために定期的にアップデートされ、取締役会により正式に承認されなければならない。

米国リスク委員会の会議では、毎回、CUSO（クレディ・アグリコルの統合米国事業）として知られる米

国での当行グループの活動に伴う与信リスク、マーケット・リスク、法令違反リスク、ローン審査業務の

信用リスク、流動性リスク、モデル・リスクおよび投資ならびに業務リスクについて、詳細に検討され

る。サイバー・リスクも、ニューヨーク連邦準備制度の具体的規制の対象とされており、供給業者および

サービス提供者の管理と同様に細かく監視されている。さらに、米国の監督機関および管理・監査部門に

より継続中の監査の定期的な検討が行われ、法的および規制リスクの更新ならびに監査部門の採用計画の

進捗を確実にするための人材の育成が行われる。

流動性の状態は毎回検討される。毎年1回、当委員会の検討の後、当行グループの米国における活動に関

する流動性緊急時計画および信用リスクを含む流動性リスク・アペタイト・フレームワークに対し取締役

会が承認する。同様に、当委員会は、年次「ROCA」（リスク、法令遵守および資産内容）レビューの一環

として、米国の監督当局の勧告を実施することに特に注意を払った。

経常的な議題と共に、当委員会からの要請により、米国内の当行グループの事業体について、ならびに

米国での活動および／または事業部門について詳細な報告が行われる。

2024年度、当委員会は、とりわけ以下の事項を検討した。

・　ビクトリー・キャピタルおよびアムンディの間の取引およびそのアムンディ米国への影響。ビクト

リー・キャピタルおよびアムンディ米国の合併による事業体は、「CUSO」の範囲に含まれることを意

図していない
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・　米国事業の範囲内における統制機能（特に法令遵守およびリスク）の組織、およびリスク選好ツール

を使用したより一般的なリスク管理

・　サイバー・セキュリティ・リスク

・　法令違反リスクに関する状況

・　特に環境および気候分野における、法的リスクおよび規制上の変更

・　監督機関により指摘された懸念事項に対してとられた改善措置のフォローアップ

当委員会はまた、米国における「法的特権」の枠組み、SNC「共有国家信用」プログラム、および米国に

おける気候問題に関する規制についての具体的な研修を受けた。

 

報酬委員会

 

2024年12月31日現在の6名のメンバー 出席率

アニエス・オーディエ：委員長、独立取締役 100％

オリヴィエ・オフレー：地域銀行会長 100％

マリ－クレール・ダヴー：独立取締役 80％

アレシア・モスカ：独立取締役 100％

キャトリーヌ・アンブリクト：従業員代表取締役 100％

パスカル・リュルー：地域銀行会長 100％

 

報酬委員会は、その構成（過半数が独立取締役でそのうちの1名が委員長であり、従業員代表が出席す

る。）について法律の条項およびAFEP/MEDEF規約の勧告を遵守している。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの人事部門責任者は、報酬および従業員給付部門責任者

と共に、報酬委員会の会議に参加する。最高サステナビリティ＆インパクト責任者が、2024年度に1回当委

員会の会議に出席した。

当委員会の機能および職務については、取締役会に承認された手続規則に規定されている。取締役会の

責任の下における、フランス通貨金融法典の条項に準拠した報酬委員会の職務は、以下の事項に関して、

取締役会に提出される提案書および勧告書を作成することである。当委員会は、AFEP/MEDEF規約およびフ

ランス通貨金融法典（特に第L.511-102条）に定められている責務ならびにフランス商法に基づき取締役会

が責任を負う報酬関連の職務への対応（特に第L.22-10-8条）を遂行する。

さらに、フランス通貨金融法典第L.511-91条の規定および取締役会の2013年12月17日付決定に従い、上

述の条項の下で報酬委員会に与えられた役割は、その子会社（LCL、クレディ・アグリコル・アシュラン

ス、クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ、クレディ・アグリコル・

リーシング・アンド・ファクタリングおよびCACEIS）について、クレディ・アグリコル・エス・エーの報

酬委員会によって遂行される。

2024年度において、報酬委員会は5回開催された。委員長のオーディエ氏は、各会議において当委員会が

遂行した職務について取締役会に報告し、取締役会の承認を得るべき事項についての当委員会の提案書を

提出した。

当委員会の議題は、主に規制上の予定に沿ったものであるが、当委員会内の議論では、透明性要件と調

和させるための配慮、および市場の最良の慣行と、魅力と節度の間でバランスを見つけることを目指すク

レディ・アグリコルの報酬政策の一般的方針とを整合させることが議論された。

特に社会、環境および気候分野における当行グループのESGコミットメントに沿った業績基準を達成した

業務執行会社役員の報酬は、2024年5月22日の株主総会で初めて遡及的に提示された。2023年度のこれらの

ESGパフォーマンス基準は、2024年5月22日の株主総会に先立ち、2024年2月7日の取締役会で承認される前

に、当委員会によって検討された。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2022年12月の

AFEP/MEDEF規約の改訂後も、この点についてAFEP/MEDEF規約の勧告を遵守している。
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2024年度において、当委員会は、これらの基準の成果を考慮して、2023年12月14日に開催された気候

ワークショップに関連して、業務執行会社役員の年間および長期変動報酬に関する環境基準を一部改訂し

た。当委員会はまた、「セルクル1」の執行役員の長期変動報酬に関する社会的CSR基準の2024年度の目標

を見直した。

当委員会は、「say on pay」改革の効力発生以来、特に、業務執行役員および特定の従業員の報酬に関

する情報の透明性が最高の基準に則っていることを認識している。当委員会は、例年同様に、株主総会

後、次回の株主総会およびかかる総会前に開催されるガバナンス・ロードショーに向けた結論を出すため

に、業務執行会社役員の報酬に関する決議の結果を検討した。

当委員会は、従業員向け増資にとりわけ注目しており、これらの増資が再度行われ、かつ従業員にとっ

て魅力的な条件が確保されるよう望んでいる。

2025年5月14日の株主総会に備えて、当委員会は業務執行会社役員の報酬に関するすべての決議につい

て、特に2025年1月30日の会議で検討した。これらは、2025年2月4日の取締役会で承認された。

取締役会の規制上の義務の一部として、当委員会は監督責任（リスク、統制および監査、法令遵守）を

担っている個人の報酬、特定の従業員の変動報酬および個人の1百万ユーロを超える変動報酬についても検

討した。

当委員会はまた、取締役会が現在の企業統治に関する報告書の全体を2025年3月11日に承認するのに先

立って、この企業統治に関する取締役会報告書の「報酬」のセクションについても検討した。

上述の業務の他、当委員会が2024年度中に検討したその他の事項には、特に以下のものが含まれる。

・　取締役会の承認を得るために提出されるクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの報酬方針の

アップデート、および報酬方針に関する年次監査の結果

・　当行グループ内の事業体ごとの、適切なスキーム（ボーナス基金または個別変動報酬）に従った変動

報酬のための予算全体

・　報酬委員会の業務をクレディ・アグリコル・エス・エーの報酬委員会に移管した事業体の報酬方針、

および同事業体の新しい最高経営責任者の報酬方針の見直し

・　報酬方針に関する報告および執行取締役の実務、ならびにその専門業務が当行のリスク特性に重大な

影響を有する個人についての報告

・　賃金透明性指令の実施に向けた準備状況の最新情報

・　男女同一賃金に関する最新情報

 

指名・統治委員会

 

2024年12月31日現在の6名のメンバー 出席率

マリアンヌ・レニョー：委員長、独立取締役 100％

ラファエル・アペール：取締役会会長代理、地域銀行最高経営責任者 100％

ジャン－ピエール・ゲヤール：地域銀行会長 100％

ドミニク・ルフェーヴル：取締役会会長、地域銀行会長 91％

アレシア・モスカ：独立取締役 100％

ルイ・テルシニエ：地域銀行会長 100％

 

当委員会の機能および職務は、取締役会により承認される手続規則に規定される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの秘書役兼取締役会秘書役も、指名・統治委員会の会議に参加す

る。指名・統治委員会の委員長は、承認を得るために当委員会に付託される事項に関する当委員会の活動

および意見について取締役会に報告する。

2024年度において、当委員会は11回開催された。

当委員会は、2024年度下半期における作業の大部分を、2024年7月31日に取締役会から委任された任務で

あるクレディ・アグリコル・エス・エーの次期最高経営責任者の選出プロセスに充てた。当委員会は、入
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札を経て選定した人材紹介会社の支援を受け、2024年9月から12月にかけて数回の会議を開催し、次期最高

経営責任者の職務内容および任務を定義し、社内から選ばれた複数の候補者を評価した。当委員会は、当

期中に開催された取締役会に進捗報告書を提出した。このプロセスの最後に、当委員会は、2024年12月17

日の取締役会に対し、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者としてオリヴィエ・ガヴァル

ダ氏の任命を提案する全会一致の賛成意見を提出した。

当委員会のその他の活動は、以下の点に注力した。

・　2025年5月14日の株主総会に先立って、当委員会は、任期更新となる取締役の状況を、就任可能性、能

力および良好な評判の基準に関して検討する。また、例年どおり、独立取締役の状況についても検証

した。

・　当委員会は、2025年5月14日の株主総会で任命が提案される取締役の経歴を、特に適性、利用可能性お

よび評判の観点から調査した。

・　当委員会は、取締役および専門委員会の機能および能力に関する自己評価を実施し、その結果および

提案を勘案して、それらに対応する具体的措置を提案した（下記参照。）。この活動は、取締役会事

務局によって社内で企画された。

・　当委員会は、手続規則に規定されるとおり、グループ法令遵守責任者と共に、人員配置、倫理文化お

よびその評価に関する年次公聴会を開催した。

・　毎年1月に開催される当委員会では、意思決定機関を含む職場での男女平等および賃金の平等を促進す

るための施策に関して人事担当取締役の意見を聞いた。

・　当委員会は、社会的コミットメント委員会内に、使用人兼務取締役を任命することを提案した。

・　当委員会は、ガバナンスに関する規制上の変更、特に2026年度に施行される予定の「Women on

Board」規制の見通しに関して、常に最新の情報を収集し、取締役会に定期的に報告した。

・　当委員会は、最近の法改正（企業サステナビリティ報告指令の転換命令および「パリ市場の魅力向

上」法）を調査した。その後、当委員会は以下の改正を提案した。

　・　持続可能性に関する情報を参照する取締役会手続規則および監査委員会手続規則

　・　年次財務書類および連結財務書類の承認を含む、すべての決定事項について電気通信の利用を許可

する取締役会手続規則

　・　取締役会手続規則および取締役会に提出される、すべての決定事項ついて書面による協議を許可す

るよう定款を改正する、2025年5月14日の株主総会への提案

・　当委員会は、取締役会による承認に先立ち、以下の取締役会手続文書の更新を検討した。

　・　取締役会が、取締役会会長、最高経営責任者および主要機能として特定された業務執行委員会のメ

ンバー選任の際に従う継承プロセスの原則を定義する取締役会手続文

　・　クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役としての職務を遂行するために必要な経歴、技能およ

び就任可能性に関する取締役会手続文書

・　特に、当委員会は、職務における男女平等、同一賃金および多様性に関する政策について検討した。

・　当委員会は、新たなグループ法令遵守責任者の任命について好意的な意見を表明した。

・　毎年、ガバナンスに関するロードショーの予定が通知され、当委員会は、かかるロードショーのガイ

ダンスを提供し、ロードショー開催後は最終報告書およびかかるロードショーから得られた教訓を作

成することが期待されている。

・　さらに、当委員会は、特に最も高い反対票率を記録したものを含め、2024年度株主総会において提出

された決議の採決スコアを検討した。

・　当委員会は、2025年2月4日および3月11日の取締役会に提出されたコーポレート・ガバナンスに関する

本報告書を承認した際、2025年5月14日の株主総会に向けてガバナンスに関するすべての決議を検討し

た。
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戦略委員会

 

2024年12月31日現在の7名のメンバー 出席率

ドミニク・ルフェーヴル：委員長、取締役会会長、地域銀行会長 100％

ラファエル・アペール：取締役会会長代理、地域銀行最高経営責任者 100％

アニエス・オーディエ：独立取締役 100％

ニコル・グルムロン：地域銀行最高経営責任者 100％

ルイ・テルシニエ：地域銀行会長 100％

エリック・ヴィアル：地域銀行会長 100％

エリック・ウィルソン：従業員代表 100％

 

戦略委員会の機能は、その手続規則に記載されている。同委員会は、年間スケジュールに基づいて開催

されるのではなく、必要に応じて随時開催される。この柔軟性により、売却および企業買収の取引ならび

に新規事業活動の展開について検討するプロセスにおいて、当委員会が可能な限り早期の段階から関与す

ることが可能となった。

当委員会は2024年度に2回開催され、外部成長プロジェクトを見直すとともに、欧州における銀行業務集

中化の背景を調査した。

（戦略的プロジェクトならびに売却および買収に関する事項で公開対象とされ、2024年度に取締役会に

提示されたものについては、「取締役会の活動－戦略的方向性」を参照。)

 

社会的コミットメント委員会

 

2024年12月31日現在の7名のメンバー 出席率

ドミニク・ルフェーヴル：委員長、取締役会会長、地域銀行会長 100％

ラファエル・アペール：取締役会会長代理、地域銀行最高経営責任者 100％

オリヴィエ・オフレー：地域銀行会長 100％

ユーグ・ブラスール：地域銀行最高経営責任者 100％

マリ－クレール・ダヴー：独立取締役 100％

マリアンヌ・レニョー：独立取締役 0％

クリストフ・ルスール：従業員株主代表 100％

 

当委員会の機能は、その手続規則に記載されている。

当委員会は、以下を含む当行グループの社会的プロジェクトの戦略ガイドラインの定義付けに関与して

いる。

・　気候戦略ならびにエネルギー、農業および農業食品産業における転換

・　当行グループのネット・ゼロのコミットメントの一環としての、セクターごとの脱炭素化方針

・　社会的包摂方針

当委員会はまた、クレディ・アグリコルの社会的および環境へのコミットメントに関する行動計画およ

び進捗指標を少なくとも年1回監視し、株主総会での発表に先立ち、当行グループの気候変動戦略を検討す

る。さらに、当委員会はクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの企業の社会的貢献活動イニシア

ティブを監視し、社会との関わりおよび論争への主要な対応に関して、当行グループの広報戦略に関与し

ている。

取締役会会長でもある当委員会の委員長は、戦略計画の3つの柱の1つである当行グループの社会プロ

ジェクトの発起人である。委員長は、当委員会の活動を取締役会に報告し、取締役会のその他の専門委員

会と連携して行動し、これらのガイドラインがそれぞれの分野で正しく適用されることを確実にする（上

記「専門委員会の活動への企業社会的責任の問題の組入れ」を参照。）。
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2024年度において、社会的コミットメント委員会は1回のみ開催された。また、監査委員会との間で、特

に持続可能性に関する議題について、2回の共同委員会を開催した。（持続可能性に関する議題について

は、「監査委員会」を参照。）

当委員会は、その権限の範囲内で、とりわけ以下の事項を検討した。

・　2023年度非財務業績報告書（SNFP）

・　取締役会で承認されたコーポレート・ガバナンスに関する報告書の一部を構成する警戒計画の検討

・　クレディ・アグリコル・グループの脱炭素化軌道の監視ツールである気候ダッシュボード

・　財政予算に含まれる2024年度の炭素予算

・　「一般炭」および「石油およびガス」部門別政策の改定ならびに「森林減少および生態系転換」部門

別政策の採択

社会的コミットメント委員会は、2024事業年度統合報告書の作成も監視している。この報告書は第8回と

なるもので、金融のデータとCSRのデータを統合して、当行の戦略および将来のビジョンを提示する。

 

警戒計画

 

序文

規制上の背景

法的枠組みおよび報告範囲

クレディ・アグリコル・エス・エーには親会社および契約会社の警戒義務に関する2017年3月27日の法律

第2017-399号が適用される。

クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）は、親会社として、警戒計画を策定し、自身およびその

直接または間接的支配の下にある会社のために、その有効な実施についての報告を行う。これらの会社

は、まとめて「クレディ・アグリコル・エス・エー」と称される。クレディ・アグリコル・エス・エーの

事業は、「第2 企業の概況－3 事業の内容」に記載されている。クレディ・アグリコル・グループには、

この警戒計画の対象となるクレディ・アグリコル・エス・エーの81,000人超の従業員を含む、合計157,000

人超の従業員がいる。クレディ・アグリコル・エス・エーは46ヶ国に存在し、従業員の46％がフランス

に、54％がフランス国外にいる。

警戒計画には、前述の法律に基づくフランス商法第L.225-102-4条に従って、親会社としてのクレディ・

アグリコル・エス・エーおよび親会社としてのクレディ・アグリコル・エス・エーが支配権を行使する連

結会社について、ならびに確立された商業的関係がフランス法に従い維持されている下請け会社または供

給会社の当該関係にかかわる活動について、その活動から発生する可能性のある人権および基本的自由、

人間の健康および安全、ならびに環境に対するリスクを特定し、重大な侵害を防ぐための合理的措置が含

まれる。

透明性の観点から、クレディ・アグリコル・エス・エーは、特にサステナブル・ファイナンスおよび気

候戦略に関して、前述の法で義務付けられていない情報を公表することも選択した。クレディ・アグリコ

ル・エス・エー・グループは、銀行および保険業務、すなわち融資および投資活動、投資助言の提供なら

びに顧客に対する金融および保険商品の販売ならびにサービスの提供において、サステナブル・ファイナ

ンスにしっかりと取り組んでいる。

フランスの国際的なコミットメントで規定される人権および基本的自由の尊重の観点からの課題は、と

りわけ、強制労働、奴隷および児童労働の利用の撲滅、職場での差別およびハラスメントとの闘い、結社

の自由および団体交渉の原則の不尊重、人間の健康および安全の侵害、適切な就労条件・報酬および社会

的保護の不備ならびにプライバシー権の不尊重に関連している。

環境保護課題には、汚染および土壌劣化との闘い、大気質および水質、ならびに廃棄物の拡散および未

処理との闘いが含まれる。クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、その活動を通じて、気候変
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動と闘い、関連する気候リスクを防止すること、天然資源の過剰消費と闘うこと、および生物多様性を保

護することにも貢献する予定である。

 

当行のアプローチ

フランス商法(Code de Commerce)第L.225-102-4条に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーの法令

遵守計画には、以下の内容が含まれている。

・　その活動が基本的自由および人権、人間の健康および安全、ならびに環境へのリスクに対して潜在的

にもたらす重大な侵害のリスクを特定し、分析し、優先順位を付けるためのリスク・マッピング。こ

れは、使用する方法ならびに特定されたリスクおよび関連する警戒分野の要約に反映される。

・　重大な違反のリスクを防止または軽減するための措置

・　代表者の労働組合と協力して設立された、かかるリスクの存在または実現に関連した警報の受発信の

ためのメカニズム

・　実施された活動を監視し、そのパフォーマンスを評価するシステム。このシステムは、警戒計画を監

視するための指標を含んでいる。フランス商法第L.225-102-1条に従って、リスクおよび方針に関する

より詳細な情報は、サステナビリティ報告書に記載されている。

毎年、12月31日に終了する事業年度ごとに、警戒計画の効果的な実施に関する報告書が公表される。

継続的な改善を目的として、リスクを特定し管理するために使用されるツール、およびリスクを予防す

るために実施される措置は、ESGの優先課題に沿って、リスク・マッピングと同様に進化する可能性があ

る。

 

当行グループの事業およびバリュー・チェーンの提示

クレディ・アグリコル・エス・エーの主な事業は、「第2 企業の概況－3 事業の内容」に記載されてい

る。

クレディ・アグリコル・グループの顧客重視のユニバーサル・バンキング・モデルはリテール銀行と専

門事業部門の緊密な関連を基盤としている。

このモデルは、すべての顧客の信頼できるパートナーであることならびにその幅広いニーズ、すなわち

資金調達、決済手段、保険、貯蓄管理、不動産、国際展開、エネルギー転換の支援およびテクノロジー・

サービスを網羅することに対するクレディ・アグリコル・グループおよびその専門子会社のコミットメン

トを明確に示している。

当行の顧客期待の高まりを受けて、当行グループは2つの新しい事業部門である、クレディ・アグリコ

ル・トランジシオン・エ・エネルジ（トランジシオン・エ・エネルジ）およびクレディ・アグリコル・サ

ンテ・エ・テリトワール（医療・地域）を立ち上げた。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、金融、投資および保険セクターにおけるすべての商品および

サービスについて、4つの主要事業分野にわたって事業を展開しており、その範囲は、最終顧客による利用

に至るまでの商品設計から、マーケティングおよび販売ならびに自行事業の管理までにわたっている。こ

れらの4つの要素が、そのバリュー・チェーンを構成している。

 

当行グループのレゾンデートルおよび価値観

当行のコミットメント

当行の警戒義務の措置は、とりわけ人権、現代版奴隷の撲滅、人類の健康および安全への攻撃の予防な

らびに環境保護につき当行が遵守する基本方針のみならず、国内および欧州の法および規制ならびに適用

ある国際条約に沿ったものである。

適用ある法および規制枠組みに加えて、サステナブル・ファイナンスの展開に関する当行のコミットメ

ントにつき、クレディ・アグリコル・グループはサステナビリティ報告書でその詳細を報告している。こ

れらのコミットメントはまた、当行のレゾンデートルである「顧客および社会のために日々取り組むこ
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と」および当行グループの戦略的プロジェクトにも基づいている。このプロジェクトは、社会プロジェク

トの一環として、以下の3つの柱に基づく10のコミットメントの計画を正式に定めた。

・気候変動対策および低炭素経済への移行

・結束および社会的包摂の強化

・農業および農産物の移行の達成

気候変動対策の面では、クレディ・アグリコルは、銀行業務、保険および資産運用などの全事業部門に

おいて、2050年度までのカーボン・ニュートラル目標に貢献することを目的とした提携に参加している。

責任ある方法で銀行・保険業務を行いつつこれらのプロジェクトを遂行していくために、クレディ・ア

グリコル・グループは、すべての従業員に法令遵守および倫理についての強力な文化を促進することにコ

ミットしている。当行の目標を達成し、また顧客、従業員、パートナーおよび社会に対する当行のコミッ

トメントを達成するために、人類および環境に関する活動の影響に特に注意を払っている。

クレディ・アグリコル・グループは、その拠点および活動に適用される現地規制への遵守にも注意を

払っている。

 

当行の倫理原則

当行の倫理は、単に規則を尊重するという必要条件を越えたものである。当行の倫理によって、当行は

事業活動においてさらに高い目標を目指し、レゾンデートルを十分に果たすために、当行の唯一無二の資

質を重視することができる。当行の倫理は、クレディ・アグリコル・グループの全従業員および全経営陣

が顧客、供給業者、サービス提供者および従業員と接する際に適用される。当行の倫理原則は以下の基本

文書に定められている。

 

「当行の原則およびコミットメントは、当行グループの倫理規約に定められており、当行グループの各

事業体の行動規範で実施されている。」

・　当行グループが共有する倫理規約は、当行グループの事業上の行動および行為の原則の枠組みを規定

するものである。当該規約に記載される原則は、事業体の内部統制手続に統合されることになってお

り、当行グループの価値観、とりわけ世界中で事業を行う上での人権および社会的権利に関する原則

について言及している。これらの原則は、当行の環境へのアプローチおよび企業倫理の動機付けとも

なっている。

・　当行グループの各事業体およびその事業の性質に固有の行動規範は、日常的な倫理的行動および活動

を促進するために、倫理規約の原則を運用面から説明したものである。行動規範は、各企業の取締役

会に上程された。行動規範は法令違反（人権および社会的権利、環境保護、贈収賄防止または個人情

報保護についての不遵守を問わない。）のリスクをコントロールするプロセスの一部として実施され

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーのガバナンスは、当行グループ内の倫理文化の育成に深くかかわっ

ている。クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会は、毎年、当行グループ内での倫理文化促進のた

めにとられた措置について知らされ、2021年度以降、この監視任務を手続規則に含めている。指名・統治

委員会は、倫理的問題の監督に責任を負っている。クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会メン

バーは、各個人が、その手続規則に別紙として付されるクレディ・アグリコル・エス・エーの行動規範お

よび倫理規約の規定を遵守し、欧州銀行監督機構のガイドラインおよびフランス通貨金融法典の規定に従

い、2つの別個の研修コース（年次研修および「新任取締役」研修）を通じて、規制およびコンプライアン

スに関する問題、特に警戒義務に関する問題についての研修を受ける。この研修は2023年度に更新された

専用セクションと共に、倫理文化の推進に貢献する。業務執行会社役員は、すべての防衛線、特に第1の防

衛線における倫理の推進に関する非財務的業績基準（業務執行会社役員の報酬に考慮される。）という形

での関与によっても、倫理文化の推進に関わる。顧客知識の更新および質、ならびに規制当局が定めた法

令遵守およびCSR義務の尊重に関するその他の基準も考慮される。
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2017 年度以降、クレディ・アグリコル・エス・エーは、法令遵守事業部門が率いる倫理アプローチを実

施している。この倫理アプローチは、不正行為のリスク、とりわけ警戒義務全般のリスクを防止すること

を目的としており、以下において反映されている。

・倫理的問題についての組織および業務上の管理。これには、人事部門、サステナビリティ＆インパク

ト部門および法令遵守部門が関与する月例調整会議、当行グループ・レベルでの「倫理アドバイ

ザー」のネットワーク、倫理文化の推進に関与する様々な関係者間の情報およびリソース共有ツール

が含まれる。

・従業員が日常的に使用するコミュニケーション・ツール（ニュースレター、漫画、ビデオ、ポッド

キャスト、クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員へのインタビュー）による従業員のための倫

理啓発プログラム。これは、クライメート・フレスクを当行グループのほとんどの事業体において展

開し、クレディ・アグリコル・CIBのESGアカデミー（初級から上級までの40の研修モジュールを含む

コース）を立ち上げ、当行グループの様々な事業体の従業員を対象とした「倫理とあなた」クイズを

更新することによってなされた。

・すべての新製品、新サービスまたは新しい活動につき、これらを始動するにあたってのリスク分析を

行う際（「NAP」委員会）に倫理を考慮するなど、当行グループのプロセスおよびツールに倫理を自然

に組み込むこと、または必須研修プログラムの一環として、従業員が当行グループの倫理規定を読ん

だことを認める証明書を一本化すること。

・従業員の倫理意識のレベルを測定し、不正行為リスクの管理レベルを測定するための指標。当行グ

ループの管理システムは、様々な行動リスク側面を対象としている。この目的のため、市場での不正

を監視するための管理体制およびツールが整備され、贈収賄に関連する否定的な情報についての供給

業者のスクリーニングが2023年度まで延長され、内部告発の警告が体系的に分析され、内部不正リス

クの検出がAIベースの新ツールの継続的な展開により強化されている。これらのツールおよび管理体

制はすべて、行動リスクの防止に役立っている。

 

「クレディ・アグリコル・グループは、ISO 37001認証をフランスの銀行として初めて取得した。」

贈収賄防止の法令の強化に伴い、2016年度以降、当行グループはフランス腐敗防止機関の勧告を実施す

るために贈収賄防止対策を統合している。当行グループの贈収賄防止システムは、最高レベルのガバナン

ス（取締役会を含む。）によりその実施が監視されており、（ⅰ）ゼロ容認方針、（ⅱ）専用手続および

ガバナンス、（ⅲ）リスク・マッピング、（ⅳ）贈収賄防止行動規範、（ⅴ）内部告発者保護の強化シス

テム、（ⅵ）否定的な情報の検索に基づく第三者の供給業者の評価およびデューデリジェンス・システム

（当行グループは人権侵害もこのシステムに含めることを希望している。）に基づいている。このシステ

ムには、従業員研修および贈収賄のリスクに対する意識を高めるためのプログラムも含まれている。クレ

ディ・アグリコル・グループは、贈収賄防止管理システムのISO 37001認証をフランスの銀行として初めて

取得した。この認証は2022年度に更新され、当行グループが高い国際贈収賄防止基準を長期的に遵守して

いることを証明している。

 

利害関係者のエンゲージメント

クレディ・アグリコル・エス・エーは様々な仕組みで、利害関係者の期待に定期的に耳を傾けている。

利害関係者 システム

従業員 ・年1回のアンケートによる従業員との正式な協議

・経営陣により設定される従業員との数多くの意見交換による非公式な協議

・ライブまたはチャットで質問する機会がある当行グループの経営陣の多くが参加する、専門家が

主導する社会問題または時事問題に関する従業員向けのテーマ別ウェビナー
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ソーシャル・パー

トナー

・協議委員会

・労働組合の代表者との会議

・国際協定の一環としてユニ・グローバル・ユニオンとの協議

供給業者 ・供給業者および当行内の意思決定者からフィードバックを収集する定期的な満足度調査

・供給業者が購入部門に連絡できる法人ウェブサイト上の専用の情報ページ

・主要供給業者と共に行う定期的な見直しおよび毎年異なるテーマを設定した年次会議の開催

・脱炭素化に関する専門の出版物が付録の専用ニュースレターの、6ヶ月ごとの供給業者への送付

・その活動が警戒義務の枠組みの中でリスクがあると特定された特定の供給業者との具体的な協議

顧客 ・特にネット・プロモーター・スコア（NPS）の監視支援のための特定のアンケートを通じた定期

的な協議

・全国調査。2023年度に更新されたこの協議プロセスは、利害関係者の期待の変化を特定し、新た

な期待の発生または「弱いシグナル」と見なされていたものの変化の可能性を把握するために、

2年に1回実施される。

経済主体 ・円卓会議または国内外のワーキング・グループへの参加

市民社会

（協会、NGO）

・協会との定期的な会合

・クレディ・アグリコル・エス・エーに直接または間接的に関係する論争の分析および体系的な処

理。必要に応じて、クレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行委員会のメンバー2人が議長

を務める危機ユニットを招集する可能性がある。

・クレディ・アグリコルが融資しているか否かに関わらず、企業によって権利が侵害されていると

感じている地域社会の代表者からの要請による臨時会議

株主／投資家 ・サステナビリティに関する問題を盛り込んだ定例会議

 

警戒義務のアプローチに関しては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、警戒計画を策定するため

に、ソーシャル・パートナーと緊密に連携した。当行グループ内では、協議委員会のメンバーおよび当行

グループの労働組合の代表者が、経営陣が望ましいとする連絡窓口となっている。協議委員会は、2005年

度に当行グループが締結した労働協約に基づき設立され、全国レベルで代表者の労働組合によって任命さ

れたクレディ・アグリコル・エス・エーの30人の代表者で構成されている。委員会は年に2回開催され、ク

レディ・アグリコル・エス・エーの複数の事業体に共通する戦略的プロジェクト、特にその財務、経済、

法律および社会的な側面を理解する責任を担っている。当行グループの組合特派員および彼らの代理人

も、同じ労働協約の対象となる。全国レベルで5つの代表者の労働組合組織によって任命された機関は、地

域における社会的対話の一環として、毎月、経営陣の代表者と会議を行う。2024年度には、これらの2つの

機関が、親会社としてのクレディ・アグリコル・エス・エーの警戒計画の実施に参画した。

対外的には、当行グループは、2023年10月7日に締結されたグローバル協定に基づき、人権および基本的

労働権の分野における世界労働組合連合であるユニ・グローバル・ユニオンの経験を活用するために、警

戒計画の進展および実施手続に特化した協定監視委員会の年次会議を開催することを約束している。

供給業者との信頼関係を維持し、コミュニケーションを促進し、戦略的指針およびメッセージを共有

し、彼らの懸念事項を考慮するために、クレディ・アグリコル・エス・エーは、前述の利害関係者（バイ

ヤー／供給業者／意思決定者）が積極的に関与するシステムを導入した。これらの対話のチャンネルを通

じて収集された結果および情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーの責任ある購入およびその行動計

画の継続的な改善を確保するためのアプローチに貢献している。

 

警戒ガバナンス

警戒計画は、サステナビリティ＆インパクト部門および法令遵守部門の責任の下、購入部門、IT部門、

法務部門、リスク部門、人事部門およびセキュリティ・安全部門といった当行グループの様々な部門によ
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り機能横断的方法で、かつクレディ・アグリコル・エス・エーの子会社と共に策定される。警戒義務を負

う指導委員会は、2ヶ月に一度、作業の進捗状況を監視するために会合を開く。プロジェクト委員会内で計

画の策定に携わる当行グループのチームは、必要に応じて警戒計画の改善に向けた協議を推進するため

に、利害関係者からの要請に応える。

警戒計画は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高レベルで監視されている。取締役会は、計画の

実施の手続について毎年正式な報告を受ける。取締役会の社会および環境の問題に対する機能横断的アプ

ローチには、テーマに応じて、ほとんどの専門委員会（主に社会的コミットメント委員会であるが、指

名・統治委員会、リスク委員会および報酬委員会も）が含まれる。これによって、取締役会は、十分な情

報を得られた上で、これらの問題を討議対象に加えることが確実になる（「2024年度の取締役会」および

「取締役会の専門委員会の活動」の項目を参照。）。

社会プロジェクト部門を含むグループ・プロジェクト部門周辺にさらなる統一感を持たせ、シナジーを

強化するため、サステナビリティ＆インパクト部門は直接、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経

営責任者に報告する。その使命は、当行グループの社会的および環境的業績を監視することであり、これ

は環境・社会・企業統治（ESG）の基準を、フランス法に基づく警戒義務の厳格な枠組みを超えて、ファイ

ナンス分析および投資選択に組み込むことを意味する。

さらに、ESGリスク戦略の展開および事業部門の運営は、クレディ・アグリコル・グループの上級業務執

行役員の権限の下に設置された機能横断的な委員会内で調整されている。警戒義務の履行に必要な仲裁お

よび決定は、ESG戦略委員会によっても監視されている（「第3－2　サステナビリティに関する考え方及び

取組－(1) ガバナンスおよびリスク管理－サステナビリティ・ガバナンス」を参照。）。

2023年度に設立され、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者が委員長を務めるESG戦略委

員会は、取締役会の社会的コミットメント委員会の承認に提出するコミットメントを定義する。また、当

行グループの雇用関連のコミットメントの実施およびESG戦略の一貫性も監視する。

クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者が委員長を務めるグループ・リスク委員会（CRG）

は、当行グループのリスク方針を定義し、当行グループの全体的な限度を決定する。当委員会は、機能横

断的なアプローチにより問題を評価し、当行グループの主なリスクを監視する。当委員会は、事業体およ

び事業部門により提示されるグループ・レベルのリスク枠組み（子会社のリスク枠組みまたは事業分野

別、地域別もしくは課題別のリスク枠組み）を検討し検証する。次年度の環境リスク問題についてのロー

ドマップを決定する環境リスク枠組みが、サステナビリティ＆インパクト部門および当行グループの事業

体と共同で、リスク部門によって定義される。これは、グループ・リスク委員会に毎年提示されている。

業務執行陣の承認を必要とする個別の与信申請については、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高

経営責任者が委員長を務めるグループ・レベル個別リスク委員会（CRIG）が、その日程上の必要性に応じ

て会議を開催する。当委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者の権限であるクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの事業体により提出された機密ファイルを検討し、当行グループにとって

重要な個別アラートを分析する。これらのファイルおよびアラートは、ESG課題に関するサステナビリ

ティ＆インパクト部門の意見の対象となっている。

 

リスク・マッピング

この警戒計画で言及されているリスクを特定し、管理するための方法論

当行グループの非財務リスク管理は、警戒計画の対象となっている範囲よりもはるかに広い範囲を対象

としている。

警戒義務に関するフランス法の対象となる分野において当行の活動に直接的にかかわる重大なマイナス

の影響を特定および評価することは、当行の非財務リスクの分析方法の一部であり、サステナビリティ報

告書に記載されている。

 

リスク管理システム
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当行グループは、そのリスク管理システムの枠組みのなかで警戒を行う。

当行グループのガバナンスは、環境リスクに特に注意を払っている。各事業体の業務執行役は、その事

業活動およびリスクの監視のみならず、当行グループの環境へのコミットメント遵守についても責任を負

う。環境リスク要因の分析は、リスク管理プロセス（マッピング、インシデント報告、警告、統制システ

ム）に統合されている。

業務リスクのマッピングは、網羅的にならずとも、事業体のすべての重要なリスクを取り扱うことを目

的としている。マッピングは主な業務リスクを特定、評価、監視し、かつ将来を見据えた包括的なビジョ

ンを提供する診断ツールとしての役割を果たす。マッピングは環境リスクも対象とする。

各事業体は、規制の変更および当行グループの環境へのコミットメントなど、様々な要因を考慮しなが

ら、地域の統制計画が確実に定期的に更新されるようにしている。

法令違反リスクを監視するシステムが、不正を管理し、警告を報告する手順を含む内部規則集で規定さ

れている。管理責任を負うリスクには、融資および銀行活動、職業的および倫理的基準、企業倫理、マ

ネー・ロンダリングおよびテロ資金供与の防止、贈収賄行為防止、社会的権利および人権に関する警戒を

確保するために設定された基準、環境破壊の防止および是正、ならびに市場の健全性および透明性の遵守

に関する規則の不履行が含まれる。法令遵守事業部門では、各法令遵守マネージャーが、当行グループ法

令遵守部門が統合したリスクのマッピングをアップデートしている。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの従業員のリスク・マッピング手法

クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク・マッピングは、当行グループ内で従業員がキャリアを積

む過程で直面する可能性がある総合リスクの参照枠組みに基づいている。当行グループの様々な企業の幅

広い事業活動を考慮すると、特定されたリスクは、当行グループの各企業が独自の業務リスク・マッピン

グを策定し更新することを認識しつつも、当行グループの企業すべてに共通の基準となることが意図され

ていることに留意すべきである。

当行グループのサステナビリティ・インパクト部門および人事部門は、サステイナリティクス社の助言

を受け、特に世界人権宣言（1948年）および国際労働機関（ILO）の基本条約に定められた国際的に認めら

れた人権を参照して、以下のリスク枠組みを策定した。
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特定された総合リスクの評価プロセス

2023年度現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは46ヶ国に存在しており、従業員の大半はフラン

ス、イタリア、ポーランド、エジプトおよびウクライナの5ヶ国に集中している。この5ヶ国で無期雇用

従業員および有期契約従業員の80％を占めている。従業員に影響を及ぼす可能性のある人権および基本

的自由に関連するすべてのリスクに関して、当行グループはサステイナリティクス社を利用して、以下

の4つの主要なリスクについての危険度レベルを決定した。

・労働安全衛生

・差別、不平等および排除

・就労条件

・結社の自由および団体交渉権

下表は、2024年度におけるクレディ・アグリコル・エス・エーの従業員の内訳を、社会的リスクの分

類および当行グループが事業を展開する国の危険度レベルに応じて示したものである。

 

危険度レベル 高 中 控えめ 低

労働安全衛生 0％ 0.00％ 7.05％ 92.95％
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差別、不平等および排除 0％ 0.34％ 6.31％ 93.35％

就労条件 0％ 2.82％ 25.40％ 71.78％

結社の自由および団体交渉権 0％ 3.29％ 3.58％ 93.13％

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員の95％超が、選ばれたすべての社会的リスクのテーマに

ついて、危険度が低いかまたは控えめな国に所在している。」

この分析に基づくと、クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員の95％超が、選ばれたすべての社会

的リスクのテーマについて、危険度が低いかまたは控えめな国に所在している。

この作業により、実施すべきリスク制御システム、すなわちすべての緩和措置を特定することが可能に

なる。その後、純粋リスクを決定するために、当行グループはこれらのシステムおよび関連する制御シス

テムの成熟度を測定する。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの供給業者に対するリスク・マッピング手法

クレディ・アグリコル・エス・エーと協働する、または協働を希望する供給業者が確実に監視されるよ

う、共通の情報システムを通じて当行グループの事業体すべてに、リスクおよび供給業者の法令遵守管理

システムを設定している。その目的は、100超の購入カテゴリーを網羅するESGリスク・マッピングを通じ

て特定されたリスクを、特に新規取引関係の構築、既存取引関係の継続、または取引関係の解消を決定す

る際に検出し、軽減することであり、リスクの防止措置の有効性を向上させることを継続的に目指してい

る。

 

リスク管理および供給業者の法令遵守計画、360度の概観

 

 

サパンⅡ法の一部として定められた規定および警戒義務の法律を適用し、国際制裁に関して実施されて

いる規制条項に遵守するためには、供給業者の知見が必要となる。

クレディ・アグリコル・エス・エーでは、これが以下において反映されている。

・供給業者のリスク特性および法令遵守評価の定義

・供給業者データの審査

・特定されたリスクの危険度の程度に適合した警戒措置の実施

クレディ・アグリコル・エス・エーが「責任ある購入」プログラムの一環として実施する行動計画は、

購入部門により監視される。購入部門はグループ供給業者リスク委員会（GSRC）に依拠しており、GSRCの
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役割はすべての供給業者のリスクを管理することであり、より具体的には、リスクがある、または法令不

遵守であると宣言された供給業者との取引関係の展開について決定することである。この機能横断的な委

員会は四半期に一度開催され、財務、倫理、環境および社会的側面のリスクを評価する。この委員会に

は、購入部門委員会のメンバーおよび各事業体の購入部門メンバーのみならず、法令遵守部門、リスク部

門およびサステナビリティ＆インパクト部門の代表者も集合する。GSRCの決定はクレディ・アグリコル・

エス・エーの全事業体に適用される。

 

購入カテゴリーのレベルでのリスク評価

グループ購入部門が主導するESGリスクの管理アプローチには、リスクのある購入カテゴリーを特定し、

購入プロセスにおいてこれらのリスクを評価し軽減するための要素が組み込まれている。

リスクのある購入カテゴリーの特定は、Afnorの協力のもと、同じセクターである複数の銀行と共同で策

定したESGのリスク・マップに基づいている。購入カテゴリーは、4つのESGリスクのレベルに分けられてい

る。リスクは、購入カテゴリー内外の以下の3つのパラメーターに基づいて分析される。

・サプライ・チェーン

・労働強度

・購入による影響が懸念される国の事業環境

 

各購入カテゴリーについて、これら3つのパラメータはそれぞれ、以下に基づき分析される。

・以下の13項目に照らしたリスクの原因

倫理 人権 環境

・不正および贈収賄 ・安全衛生 ・天然資源

・情報の保護 ・就労条件 ・汚染

・財産権 ・差別 ・生物多様性

 ・強制労働 ・温室効果ガス

 ・児童労働 ・廃棄物、耐用年数

・事象の発生確率およびその重大性

・4つの側面（財務、法律、組織および評判）に照らして分析された結果

・推奨事項（重要度に応じて優先順位をつけた、原因に対処するための行動）に従い、業務上対処され

る予定のリスクの原因

 

この分析の結果、クレディ・アグリコル・エス・エーは、よりリスクの高い3つのカテゴリー（建設工

事、広告資料、IT設備）を特定し、これらに対して対策が講じられている。

これらのセクターで事業を行う企業は、厳しい監視の対象となっている。現行基準、特に1998年に採択

された「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」と相容れない行動を特定するため、これらの

企業に関するメディア報道の分析が確立されている。

 

贈収賄リスクの評価

クレディ・アグリコル・エス・エーは、供給業者の事業内容、国籍およびその経営幹部の中に政治的に

露出している人物がいるかどうかなど、いくつかの基準に基づいて贈収賄リスクの評価を実施している。

この評価の後、贈収賄のリスクがある企業は詳細な分析を受ける。例えば、特に贈収賄行為に関連する

現行基準（ISO 37001）と相容れない行為を特定するために、これらの企業の役員および株主に関するメ

ディアの報道につき、調査が実施される。
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顕著なリスクの概要

この環境下で、当行グループは、その活動が重大な社会経済的影響を及ぼし、そのために人権および基

本的自由の尊重、人間の健康および安全ならびに環境保護に対する重大なリスクとなる可能性のある主な

分野を特定している。

このアプローチによって、以下の重視すべき分野の特定が可能となった。

　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの従業員との関係において

　・　労働衛生の維持および社会的保護における平等の確保

　・　従業員の安全およびセキュリティの確保

　・　差別およびハラスメントのリスクの排除

　・　当行グループ内の社会的対話の維持

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの供給業者との関係において

・　当行グループと確立した商業的関係にある供給業者が、特定された13の問題についてのクレディ・

アグリコル・エス・エーの警戒システムに関連するコミットメントを、彼らと交わした契約の文脈

において遵守することを確実にする

・　当行の購入業務、とりわけより高いリスクであると特定された3つのカテゴリーにおける重大な環

境・社会リスクの特定および管理

ITおよび不動産における当行グループの特定の機能横断的な事業において

・　IT部門から排出される温室効果ガスを削減する

・　個人の健康および安全を守り、不動産事業による環境への影響を低減する

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループのリテール・バンキング事業において

・　サイバー犯罪に関連するリスクの防止ならびに顧客の個人情報のセキュリティおよび保護の確保

・　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの事業体が提供する金融サービスへのアクセスにお

ける差別の防止

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの融資および投資活動において

　・　融資および投資活動における重大な直接的環境・社会・企業統治（ESG）リスクの特定および管理

　・　融資および投資業務における気候変動リスクの管理への特別な注意

 

予防および改善措置

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの従業員との関係において

「クレディ・アグリコル・エス・エーは2019年度にユニ・グローバル・ユニオンと国際枠組み協定を締

結し、2023年度にはグローバル協定を締結した。」

クレディ・アグリコル・エス・エーは、継続的な改善を追求する中で、人権および基本的自由ならびに

労働安全衛生に対する重大な違反のリスクを防止または軽減するための対策を実施している。例えば、

2019年7月31日、クレディ・アグリコル・エス・エーは民間サービス産業の世界労働組合連合であるユニ・

グローバル・ユニオンとの間で国際枠組み協定を締結し、2023年10月9日にはグローバル協定を締結した。

この新しい4年間の協定は、人権および基本的な社会的権利を尊重するというクレディ・アグリコル・エ

ス・エーのコミットメントを再確認し、社会的対話を促進する。この協定には、全従業員に28暦日分の父

親の有給育児休暇を導入することによる育児へのコミットメント、すべての事業体に適用されるテレワー

クの原則を定めることによる職場生活の質の向上、機会均等および差別撤廃、ならびに障がいのある労働

者の雇用も含まれている。

この協定はまた、毎年、警戒計画の立案およびその実施に使用した方法に関する報告書をユニ・グロー

バル・ユニオンに提出し、協定監視委員会の枠組みで議論することも規定している。このプレゼンテー

ションにおいては、人権、基本的権利、労働組合の権利および社会的対話、機会均等、差別撤廃、多様

性、包摂、健康ならびに職場生活の質へのコミットメントに関し、協定の対象となるテーマに焦点が当て

られる。この際、ユニ・グローバル・ユニオンの構成員は意見表明または提案を行うことができる。これ
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らの意見は、クレディ・アグリコル・エス・エーのESG戦略委員会に提出され、警戒計画の年次レビューの

一環として前述の委員会で検討される可能性がある。いずれにしても、これらは、翌年に開催される警戒

計画に特化した特別会議で取り上げられる。さらに、ユニ・グローバル・ユニオン代表とクレディ・アグ

リコル・エス・エー代表の半分ずつで構成される委員会が、協定の実施を監視する責任を負う。

 

労働衛生の維持および社会的保護における平等の確保

「職場の衛生、安全および生活の質に関する方針をウェブサイトに掲載」

従業員の健康および安全に関して、クレディ・アグリコル・エス・エーは、事業を行うすべての国々に

おける従業員が、健康を促進する労働環境を確実に享受できるようにしている。クレディ・アグリコル・

エス・エーは2024年度にウェブサイト上で「職場の衛生、安全および生活の質に関する方針」を公表して

おり、その中で職場の衛生、安全および生活の質が当行グループの優先事項であることが改めて表明され

ている。

クレディ・アグリコル・エス・エーはまた、従業員に対して、予防、情報およびサポート・サービスを

提供している（無料スクリーニング・キャンペーン、予防接種、人間工学上の助言、栄養およびストレス

管理、介護をしている従業員への個別サポートなど）。とりわけ、従業員は心理社会的リスクの予防シス

テム（無料通話番号、24時間対応のヘルプライン）および障害のある人専用のコールセンターが利用でき

る。組織変革中の従業員の状況には特別な注意が払われている。必要な場合には、支援措置が、研修、啓

蒙活動および労働協約という形でさえも、実施される。クレディ・アグリコル・エス・エーはまた、従業

員のための社会的保護、とりわけ健康、退職、死亡および短期・長期の障害にかかわる問題に積極的にか

かわっている。

2017年度以降、従業員はフランスのクレディ・アグリコル・エス・エーのレベルで、補助的入院健康保

険の恩恵を受けることができる。2020年度から、2ヶ国（エジプトおよびウクライナ）において国際リテー

ル・バンキングに携わる従業員向けの、健康および死亡・障害保証制度（死亡、短期・長期の障害を対象

とする）であるテイク・ケア・プログラムが導入されている。

上述の2023年10月9日のグローバル協定には、育児支援についての強力なコミットメントが含まれてい

る。第1にこの協定には、2021年1月1日からクレディ・アグリコル・エス・エーの全従業員に対して16週間

の有給の産前産後休暇の原則を定めている。第2に、4年間の任期終了時に、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの全従業員は28日間の父親の有給育児休暇の権利が与えられる予定である（この28日間には、子

の出産に関して付与される日数も含む。）。さらに、この協定では様々な（共同）育児状況を考慮すべ

く、事業体に対して養子縁組休暇といった措置を広めることも推奨している。

これらのコミットメントは2022年6月22日に公表されたクレディ・アグリコル・エス・エーの中期計画

（MTP）である2025年度意欲でも裏付けられており、当該中期計画の目標の一つには、2025年度末前に父親

の育児休暇をすべてのクレディ・アグリコル・エス・エーの事業体に拡大することがある。さらに、この

協定には、従業員給付（短期・長期の障害、死亡および疾病給付）に対する重要なコミットメントが含ま

れており、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業体の慣行を、その国や専門的な背景との関連でマッ

ピングするため、前協定期間中に実施された、事業体で有効なすべての従業員給付制度の評価の更新を求

めている。この評価は2021年度に実施され、健康および死亡・障害保障に関する従業員給付につき、現地

の法定要件の不遵守はなかったことが示された。2024年度に行われたこの分析の結果は、2025年度に協定

監視委員会で共有される予定である。2021年度にマーサーと共同で行った社会保障、健康および出産手

当、ならびに出産休暇の国際展開に関する調査では、クレディ・アグリコル・エス・エーの従業員の

99.97％が16週間の出産休暇を取得する権利があったことが分かった。

2023年度末にグループ人事部門の主導によりフランスで開始されたAssises du travail（労働会議）

は、14のクレディ・アグリコル・エス・エーの企業および7つの労働組合組織が集まり、従業員のワークラ

イフの改善を目的としたテーマ別のワークショップを開催した。2024年度を通じて開催されたこれらの

ワークショップでは、参加者は心理社会的リスク、仕事量および就労条件、ならびにワークライフ・バラ
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ンスについて意見を述べるよう求められた。様々なワークショップからのフィードバックに基づく改善案

は、2025年度以降に実施される予定である。

2024年度、従業員のワークライフを向上させるという継続的なコミットメントの一環として、当行グ

ループはリンクトインと共同で「LinkedIn ラーニング」というプラットフォームを立ち上げ、従業員が自

主的に研修を受講できるようにするため、24ヶ国語で受講可能な22,000の研修コースの利用を可能にし

た。このサービスは、例えばクレディ・アグリコル研修所（IFCAM）が既に提供しているような、その他の

利用可能なサービスを補完するものである。責任ある立場にある各従業員は、このようにプロフェッショ

ナルとしてのキャリアにおいて積極的な役割を果たす機会を有している。LinkedIn ラーニングは、従業員

のビジネス専門知識およびソフトスキルを開発するための個別研修のみならず、就労条件を改善するため

の研修（例えば、自信、ストレス管理、コンフリクト管理などの研修）も提供している。

前述の措置すべてと並行して、クレディ・アグリコルは求心力がある分散型グループであるため、「業

務上」のリスクの防止および安全措置は各事業体がそれぞれの事業に応じて採用および実施していること

に留意すべきである。

 

従業員の安全およびセキュリティの確保

当行グループは、従業員ならびに当行グループの施設における訪問者、顧客およびサービス提供者の安

全およびセキュリティの確保を追及している。

 

「当行グループのセキュリティ方針に沿った内部の安全・セキュリティ手順」

事務局に所属するDSS（Direction Sécurité-Sûreté - 物理的セキュリティ・安全部門）は、物理的セ

キュリティ・安全事業部門を調整し監督している。これには、各事業体内のすべてのセキュリティ・安全

予防管理者（Responsables sécurité-sûreté prévention- RSSP）、グループ・セキュリティ・安全事業部

門といった専属組織、グループ・物理的セキュリティ・安全委員会およびグループ・セキュリティ・安全

委員会が含まれ、必要に応じて危機管理に関わる他の部門と協議する。クレディ・アグリコル・グループ

は、当事業部門の一般的な枠組み、組織および運営を記載し、物理的セキュリティ・安全部門に委ねられ

た任務を要約した内部手順書を発行している。当該手順書は定期的に、当行グループの業務方針およびセ

キュリティ基準に沿って更新されている。

DSSは、フランス国内外の国家安全保障当局と連携し、クレディ・アグリコル・グループが直面するセ

キュリティ上の脅威およびリスクを分析および監視する。DSSは、「非商業用建物の物理的セキュリティお

よび安全」、「旅行者および国外居住者のセキュリティ」、「人および財産のセキュリティに関する監視

および危機管理」、「イベントのセキュリティ」、「経営陣の保護」および「個人および財産のセキュリ

ティおよび安全性の検査」に関し、当行グループの全事業体に適用される業務上のセキュリティ方針を決

定し、普及させる。

これらの方針は、特別安全計画または封じ込め計画などの行動計画によって補完される。

DSSは、人および財産に影響を及ぼす物理的リスクを防ぐため、グループ・リスク部門の業務・ITリスク

部門内の統制システムを監督するチームが取りまとめる危機管理システムの開発に関与している。グルー

プ・リスク部門は、危機時の緊急対応手順を含む事業継続計画を担当している。

物理的安全に関する当行グループのセキュリティ戦略は、従業員が適切な行動をとり、効果的な安全対

策を身につけることができるようにする従業員研修によるリスクの防止に基づいている。

この目的のために、eラーニング・モジュールの形で3つの研修コースが全従業員に提供されている。

・　1つ目は、2018年度から義務付けられた、テロ攻撃が発生した場合の対処方法についてである。これ

は、クレディ・アグリコル・エス・エー内の労働組合の代表で構成される協議委員会に、DSSが提出し

たものである。
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・　2つ目は、火災などの緊急時の対処方法を規定するもので、グループ・セキュリティ委員会によって承

認され、2020年度末からクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の全従業員に義務付け

られている。

・　3つ目は、火災発生時に誘導員および避難誘導隊になるために招集される当行グループ全従業員に対し

て訓練を行うことを目的としており、「避難誘導員になるために」と題されている。全事業体および

地域銀行がこの研修モジュールを利用できるようになり、11月中旬にこれらの従業員に配布された。

当行グループの拠点では、規制に従った避難訓練と並行して、火災予防の啓発活動を行っているほか、

従業員ボランティアに「避難班メンバー」の訓練を行っている。

2022年度以降、当行グループの事業体は「職場での安全と健康のための世界デー」を記念して共同イニ

シアティブを組織している。DSSは安全分野の調整を担当する。

1000人近い従業員が、彼らのために企画された数多くのワークショップに参加することができた。

 

「当行グループの全事業体における『安全デー』」

この「安全デー」は2024年度にも開催され、地域レベルも含め、できるだけ多くの当行グループの事業

体に拡大された。2025年度も、物理的セキュリティ・安全部門が率いる専門のワーキング・グループに

よって準備が進行中である。

従業員への継続的な情報通知もまた主な目的である。

DSSは、当行グループ内の安全文化を強化するため、当行グループのイントラネットに専用ページを設

けている。安全および健康に関する規則を紹介するビデオが利用可能で、オフィス情報メディアを通じ

て配信もしている。

セキュリティに関しては、当行グループは予測、支援および装備に基づいた戦略を展開している。

セキュリティ・ウォッチは、当行グループ、そのスタッフおよび活動の利益に反するジハード主義お

よび／または過激派組織から発せられる可能性のある脅威の状態を評価することを目的としている。

従業員の海外出張および駐在員に対しては、専門のサービス提供者の支援を得てサポート体制を整え

ている。

DSS（Direction sécurité-sûreté－物理的セキュリティ・安全部門）は、リスク分析提供者、欧州・

外務省および現地の連絡先から提供される情報に基づいて定期的に更新されるカントリー・リスク評価

を実施している。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの従業員がリスクの高い目的地に出張し、当行グルー

プの旅行代理店を通じてホテル、航空券、鉄道チケットなどを予約する場合、出発前および滞在中に勧

告を受ける。

彼らには現地の状況に応じて、安全なレセプション・エリアや、リスクを最小限に抑えるその他の解

決策が提供される。

DSSは、海外赴任、国際企業ボランティア・サービスまたは短期・中期赴任の連絡を受けるとすぐに、

出発前に従業員と面談し、健康および安全に関する勧告を行うだけでなく、当該国での定住および生活

に関する支援も行う。

執行役員が、健康面、セキュリティ面、安全面または機密情報の捕捉などにおいて、リスクの高いま

たは中程度の目的地に出張する場合は、適切なセキュリティ・システムが設置される。

従業員は、このように各事業体の社会・経済委員会および子会社によって手配される出張または私的

な旅行に関するサポートや、心的外傷（テロ攻撃、産業災害、気候変動など）が発生した場合の年中無

休24時間対応の電話サポートの恩恵を受けられる。

クレディ・アグリコル・エス・エーの海外拠点は、正式な最新のセキュリティ計画（環境により、再

組織化から避難まで）および現地の状況に適応したセキュリティ・システムを備えている。

 

セキュリティ・リソースの刷新
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当行グループのエバーグリーンおよびSQY Parkのオフィスのセキュリティ・システムの包括的な点検

が開始され、現在進行中で、2025年度半ばに完了する予定である。

モンルージュ（エバーグリーン）およびサン＝カンタン・アン・イブリーヌ（SQY Park）のオフィス

はクレディ・アグリコル・エス・エーの主要拠点で、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子

会社の15,000人超の従業員が所属している。

すべてのセキュリティ・システム（ビデオ監視、侵入検知、警報など）につき、オペレーショナル・

セキュリティー指揮本部によって管理され、特別な訓練を受けたエージェントが配置され、かつITによ

る意思決定ツール（ハイパービジョン・ソフトウェアおよび画像解析ソリューション）が備えられた最

先端の技術設備への刷新が、現在進行中である。

このプロジェクトは8百万ユーロ超の投資となる。

 

差別の排除

「クレディ・アグリコル・エス・エーは2008年度より多様性憲章に署名している。」

「クレディ・アグリコル・エス・エーは女性のエンパワーメント原則の署名者である。」

多様性および包摂は、クレディ・アグリコル・エス・エーの戦略計画において、過去15年間にわたるコ

ミットメントおよび行動に従い、重要な位置を占めている。2008年度より多様性憲章に署名し、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは多様性および男女平等の推進に取り組んでいる。2022年度以降、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは包摂的な文化を強化するため、人間中心主義プロジェクトおよびMTP（中

期計画）に沿った手法を採用している。このコミットメントを伝えるため、2022年7月27日から、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは国連の女性のエンパワーメント原則（WEP）にも署名し、男女平等の促進

支援をしている。クレディ・アグリコル・エス・エーの多様性方針は複数の基準（性別、年齢、障害な

ど）を包含し、すべての経営および人事プロセスにおいて機会均等を優先原則としている。また、当行グ

ループの倫理規範および事業体の行動規範に定められた差別の排除の原則にも基づいている。

これを支援するため、経歴および年齢の多様性の統合は、採用、研修、昇進、報酬およびワークライ

フ・バランスにおける差別の排除といった課題に関する子会社の協定によって正式に定められている。

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーは親子憲章の署名者である。」

2022年5月、クレディ・アグリコル・エス・エーは新しい親子憲章に署名し、働く親に対するコミットメ

ントを新たにした。この憲章の下、クレディ・アグリコル・エス・エーは特に、親である従業員のキャリ

アに対する差別の排除の原則を尊重することを約束している。さらに、クレディ・アグリコル・エス・

エー内では研修および啓蒙活動が行われており、これらの年間指標で結果の監視が可能である。男女間の

不当な賃金格差の縮小を目指して、将来の職業選択の自由に関する2018年9月5日の法律に従って、男女平

等に関する指数が導入されている。この指数によって、この分野での進捗状況の測定、および必要な場合

における是正措置の実施が可能である。クレディ・アグリコル・エス・エーは、職場における男女平等の

分野での取組みおよびイニシアティブのおかげで、その経済および社会部門について、再び規制要件を大

きく上回る98/100のスコアを2024年12月31日に獲得した。

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーは多様性方針を公表している。」

2024年度にクレディ・アグリコル・エス・エーは、約50人の従業員が共同で作成した多様性方針におい

て、多様性および包摂に対するコミットメントのすべてを承認した。この方針はクレディ・アグリコル・

グループのウェブサイトで閲覧することができ、包摂を推進することで、すべての事業部門および組織の

すべてのレベルにおいてクレディ・アグリコル・エス・エーが多様性を重視することの大切さを強調して

いる。以下に、クレディ・アグリコル・エス・エーの5つのコミットメントを再掲する。

・機会均等：すべての従業員に対し、どのような人物であっても、その能力および実績に基づいて、役

職に就き、昇進し、福利厚生を受ける機会を均等に与える。
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・開放性および好奇心：他者に関心を持ち、違いを受け入れ、多様性方針への意識および理解を高め、

その利点を重視することで、包摂的な企業文化を強化し補強する。

・代表性：多くの基準（年齢、障害、男女平等）を考慮し、すべての事業部門および組織のすべてのレ

ベルにおいて、顧客および変化し続ける社会を反映する。

・結束力：社内活動および社外イニシアティブを通じ、相互扶助および協業を当行の方針の中心に据え

る。

・責任：多様性の推進を全員の仕事にする。

2023年10月9日のグローバル協定も、キャリア上の各ステージでの男女間の機会均等の確保のための措置

について具体的に定めている。

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年度から2025年度までの期間の障害のある人のための契

約（第7回目）を締結した。」

さらに、グローバル協定は障害のある人の雇用および統合についての当行グループのコミットメントを

承認している。このコミットメントは、3年間の協定に基づく積極的方針の主題となっている。障害のある

人の雇用数および保護を必要とする人や障害のある人に優しいセクターとの間で締結した購入契約数は、

毎年、指標を通じて監視される。2022年12月21日に、2023年度から2025年度までの期間の障害のある人の

ための第7回の当行グループの契約が、従業員代表との間で締結され、2023年6月28日付で法令によって承

認された。クレディ・アグリコル・エス・エーは、かかる契約で、2025年度までにその事業体内で雇用す

る障害のある人の数を増やし、特に、当行グループ従業員間の研修と意識向上を図ること、および障害の

ある人が役職に就くまたは他の職務に移るのを支援することで、彼らの包摂を促進する方策を展開するこ

とを約束している。2005年度に最初の契約が締結されてから、障害のある人の雇用率は上昇して、2005年

度の2％未満から2024年度には5.82％となり、また、包摂企業からの購入量は同期間で6倍増加した。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、2024年度に障害のある従業員を91名雇用し、そのうち48名が常勤契約

で採用された。

 

当行グループ内の社会的対話の維持

クレディ・アグリコル・エス・エーは、結社の自由の枠組み内での社会的対話ならびにグループ人事

部門および各事業体の人事部門の代表を通じた交渉を優先している。

グローバル協定に記載されているように、クレディ・アグリコル・エス・エーは、労働組合、従業員

代表および団体交渉の権利の行使を、尊重し奨励する基本的権利と考えている。

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーは、社会的対話についての人事部門の方針を公表している。」

クレディ・アグリコル・エス・エーは2024年度、クレディ・アグリコル・グループのウェブサイトに社

会的対話に関する人事部門の方針を掲載し、当行グループおよび地方機関を通じて、また労働組合組織と

クレディ・アグリコル・エス・エー間の交渉を通じて、充実した社会的対話を発展させ維持するコミット

メントを再確認した。

この対話の実施には、クレディ・アグリコル・グループの欧州内での拠点の多さが考慮されている。欧

州労使協議会では13ヶ国（当行グループの従業員の90％超に相当する。）から代表が送られており、毎年

会議が開催されている。フランスでも同様に、年2回、従業員代表と業務執行陣がクレディ・アグリコル・

グループの戦略および社会・経済的状況を議論している。

クレディ・アグリコル・エス・エーの範囲で、他の2つの機関が、社会的対話の維持に責任を負ってい

る。

・協議委員会は、業務執行役員らが出席し、従業員の代表者たちと、当行グループの事業部門および事

業体に共通の戦略課題、とりわけ、その経済、財務、法務および社会的な見地について話し合いを行

う場となっている。
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・労働組合の代表者らによる会議は、協議委員会を設置する協定に基づき開催され、労働組合の代表者

は管理職と毎月、上記課題のすべてについて地域における社会的対話を促進するために会合する。労

働組合の代表者は定期的に、ウクライナの状況を議論する。当行グループの存在にとって労働組合が

果たす役割の重要性に鑑みて、2019年3月8日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、スタッフ代表

のキャリアパスに関する協定に調印した。これは、スタッフ代表の専門的なキャリアを通じて、その

職務のパフォーマンスを高めることを目的としている。この協定を通じて、親会社としてのクレ

ディ・アグリコル・エス・エーは労働組合および様々な事業体における従業員の中から選ばれた者の

ポジションの魅力を促進していくことに取り組んでいる。

2019年3月8日に締結された従業員代表のキャリアパスに関するグループ協定の規定に従い、クレディ・

アグリコル・エス・エーはまた、労働組合および選ばれた者のポジションへのアクセスにつき男女平等を

促進すること、かかる役割を担うことによるあらゆる形の差別と闘うことも約束している。2021年度から

実施されているクレディ・アグリコル・エス・エー内での従業員、管理職および従業員代表を対象とした

社会的対話に関する研修は、2024年度まで延長された。

 

供給業者との関係において

特定された13の問題についてクレディ・アグリコル・エス・エー・グループにより実施される警戒措置

を供給業者が遵守するよう促す

 

「クレディ・アグリコル・グループは、責任ある購入方針を公表した。」

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、「責任ある購入」方針を実施している。この方針

は、購入に際して、実際のニーズの有無と経済面を、金銭的価値の最適化を視野に入れつつ必ず考慮する

ことを目指している。この方針は、「責任ある購入」プログラムで実行され、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーおよびその子会社で展開されている。

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーは、ISO 20400規格に準拠した評価の「決定的」レベルが付随す

る、責任ある供給業者との関係および購入のラベルが付与されている。」

GSRCが監督する「責任ある購入」プログラムの結果、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子

会社は「責任ある供給業者との関係および購入」のラベルを、共和国調停人および全国購買委員会（CNA）

から付与され、これにはISO 20400の要件が含まれている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、多くの地方銀行および保険会社に共通するイニシアティブであ

る「責任ある購入」憲章に定められた原則のみならず、社会的権利および人権の尊重に関する特定の条項

にも、供給業者をコミットさせる条項を契約に含めている。クレディ・アグリコル・エス・エー内では、

この条項がすべての供給業者との契約に確実に盛り込まれるよう、恒久的な管理指標が導入されている。

 

購入業務、とりわけより高いリスクであると特定された3つのカテゴリーにおける重大な環境・社会リス

クの評価および管理

Ａ)　供給業者に対するCSR評価手順

供給業者のCSRパフォーマンスは、少なくとも入札段階中および専用の評価活動中に評価され

る。CSRパフォーマンスは、入札段階中の供給業者の総合評価スコアの少なくとも15％を占める。

供給業者は、以下の4つの主要基準に基づいて評価される。

・環境および社会的なパフォーマンス（第三者機関により実施され、EcoVadisに委託される評

価）

・包摂へのアプローチ

・脱炭素化へのコミットメント

・懸念される購入カテゴリー特有のリスク（Afnorのリスク・マッピングに基づく）

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 508/1736



CSR供給業者評価システムは、他の3行の銀行と提携して開始され、外部監査人により実施される

現地監査によって補完される可能性がある。現地監査プロセスでは、人権、健康および安全ならび

に環境、特に銀行部門に共通するリスクのある購入カテゴリーを対象としている。

グループ購入部門のアプローチに関するその他の要素（特に包摂的な購入および購入の脱炭素化

に関するもの）は、CSRDサステナビリティ報告書に記載されている。

 

Ｂ)　より高いリスクの購入カテゴリーに関する追加の条件

より高いリスクの購入カテゴリーに属する供給業者のCSRパフォーマンスについては、以下の厳

格な手順を遵守する。

・第三者による評価は必須であり、供給業者がこの評価を拒否した場合、契約は締結できない。

・CSRパフォーマンスは、入札段階中の供給業者の総合評価スコアの少なくとも20％を占める。

・最初のアンケートに追加の基準が加えられる。例えば、販促品の供給業者を選ぶ際には、「持

続可能な素材を使用した製品の製造」および「REACH規則およびCEマーキングに準拠した独立

機関による認証および監査を受けた工場での製品の製造」といった基準が追加される。建設工

事の供給業者を選ぶ際には、供給業者は指定された材料の再利用率を提示しなければならな

い。

 

Ｃ)　購買担当者向け研修

購入業務に適用されるCSRに特化した研修プログラムが、すべての購買担当者に提供されてい

る。このプログラムには、以下が含まれている。

・購入プロセスの一部としての良いCSR習慣を提供するeラーニング

・購入における脱炭素化に関する専門的な研修モジュール

・供給業者のリスクの知識および管理に関する研修モジュール

 

当行グループの事業体のIT運用および不動産における当行グループの特定の機能横断的な事業において

当行のIT部門から排出される温室効果ガスの削減

クレディ・アグリコル・グループは毎年、フランス環境・エネルギー管理庁のBilan Carbone方式を用い

てITインフラおよび機器のカーボン・フットプリントを測定している。

この方法により、クレディ・アグリコル・グループの活動から発生するすべての直接および間接的な温

室効果ガス排出量を定量化し、削減のための優先活動を定めることが可能になる。当行グループの主要生

産拠点であるクレディ・アグリコル・グループ・インフラストラクチャー・プラットフォーム(CA-GIP)か

らの炭素排出量は、2023年度は70,564 tCO2eqとなった。

当行グループの2つの主要データセンターは、ISO 50001認証を取得していることからもわかるように、

エネルギーの最適化という点では最先端技術を駆使しており、水の消費量も特に少ない（1つは1kWh当たり

0.003リットル、もう1つは1kWh当たり0.078リットル）。

当行グループ内で使用されるIT製品およびサービス（IT機器および廃電気・電子機器のカーボン・フッ

トプリントを含む。）の環境への影響をより詳細に評価できるカーボン管理・プラットフォーム（グリー

ン・パクト）が順次展開されており、チームではITインフラのエコデザイン研修が行われている。

当行グループの「ワークステーション」を購入する際には、入札条件として、カーボン・フットプリン

トに関する特定のトピックを網羅することが必須となった。

このため、EcoVadisにより評価が付与された後、CA-GIPの購入チームが、当行グループと共同で定義し

た供給業者へのCSR質問および購入プロジェクトに関してCA-GIPが定義した特定の質問をすることで、この

責任を引き継いだ。具体的な質問は、以下の項目（すべてを網羅するものではない。）に関係していたと

推測される。

・耐用年数後の管理方針（プロセス、パートナー、再利用／リサイクル率）
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・予備部品の入手可能期間

・サービス／備品の環境負荷を低減するイノベーション、設備のエネルギー効率に関するコミットメン

ト

・備品の製造、組立ておよび保管場所

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーのIT子会社であるCA-GIPは、レベル2の持続可能なITラベルを付与

されている。」

2024年7月、CA-GIPはINR（持続可能なITのためのフランスの研究所）および評価機関であるLUCIEから

レベル2の持続可能なITラベルを付与された。このラベルは、責任あるITの観点で当該事業体が達成した

成熟度を証明するだけでなく、今後3年間の課題に関する野心的な行動計画を証明するものでもある。

 

個人の健康および安全を守り、当行の不動産部門に関連する環境への影響を低減する

クレディ・アグリコル・イモビリエは、商業用および住宅用不動産開発事業のみならず、個人および大

規模機関を対象としたサービス事業部門にわたる、業界におけるグローバル企業である。個人向けサービ

ス事業および住宅用不動産開発事業は、当行グループ外の顧客に提供されている。商業用不動産開発およ

び機関向けサービス事業は、当行グループの内外の顧客のために行われている。

特定されたリスクは、健康および安全のみならず、開発、改修および日常的な管理業務の環境への影響

に関する以下の2つの基本的な分野に集中している。

・人々（居住者、スタッフおよび下請会社）の安全

・汚染物質への曝露による環境への影響およびその処理、監視プロセス下での廃棄物管理、ならびに生

物多様性への影響

クレディ・アグリコル・イモビリエは、的を絞った方針および安全リスクを包括的に網羅することで、

これらの問題に対処している。開発、建設および改修工事における全体的な安全およびセキュリティ・シ

ステムは、開発工事の一部であるか、管理下にある既存の建物に対する工事であるかを問わず、2023年度

および2024年度に、全範囲にわたってすべての人々が対象となるよう全面的に刷新された。

・従業員の間でのリスクの防止（反復的な意識啓発および従業員向け設備）

・安全、セキュリティならびに工事に関わる人々および工事が外部に及ぼす影響についてのリスクの防

止に特に注意を払う。

クレディ・アグリコル・イモビリエは、様々な措置を通じて環境問題に取り組んでいる。

・生態学者が定期的に提供するサービスを通じて、工事前に生物多様性の問題に対処する。

・再利用の慣行の段階的な実施ならびに設備閉鎖および建設／改修の段階の両方における当該再利用手

段の使用

・現地調達、生物由来材料など、材料の最短経路の利用促進

・ガスボイラーの撤去、定期的な実現可能性調査および地熱ソリューションの適合性といった、最も低

炭素なエネルギー媒体の推進

クレディ・アグリコル・イモビリエはまた、これらの課題に対処する能力および強みを備えた企業を選

定することで、これらの側面、環境への影響および安全に取り組んでいる。

供給業者の選定過程は厳格な枠組みに従っており、この枠組みは、供給業者の選定および評価（定期的

または一時的を問わない。）、ならびに財務面（Batica評価、税務データ）、環境面（EcoVadis評価）お

よび一連のESG基準（例えば、責任ある購入憲章および契約上の人権条項）の観点での供給業者の分析から

構成される。さらに、これらの供給業者それぞれには、これらの要素のみならず、特定のプラットフォー

ムを通じて法的文書を定期的に更新することが求められる。

クレディ・アグリコル・イモビリエの内部システムでは、当行グループのスクリーニング・ツールとの

直接接続を通じて、購入注文書に署名された時点でスクリーニングが実施される。このインターフェース

により、購入注文書を受領次第、いかなる支払がなされる前に、供給業者およびその関連するすべての第
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三者を対象に、国際制裁リスト（資産凍結、悪人など）および政治的に露出している人物についてのスク

リーニングがリアルタイムで実施される。2025年1月からは、当行のスクリーニング・システムにはネガ

ティブ情報リストが追加され、さらに強化される予定である。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループのリテール・バンキング事業において

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、金融および保険商品ならびにサービスをその直接顧客

に提供する事業において、特に警戒を要する2つの分野を特定している。

 

サイバー犯罪に関連するリスクの防止および個人情報保護の確保

クレディ・アグリコル・グループは、サイバー・セキュリティの分野で増大し続けるリスクに直面して

いる。クレディ・アグリコル・グループは、サイバー脅威を業務リスク管理の優先事項の中心に位置づ

け、サイバー・セキュリティ戦略を展開し、これらを統制している。

この戦略は、業務ガバナンス、専用の方針および各事業体内の管理職が分散して組織されていることに

基づいている。当行は、情報システム（IS）のすべてのレベルでサイバー・セキュリティを統合する、セ

キュリティの基準および規範を適用している。サイバー・リスクの分析は、ISに影響を与えるプロジェク

トの設計段階から行われる。リスク管理を最適化するため、3つの防衛線および外部監査人による定期的な

レビュー、監査およびセキュリティ・テストが実施される。当行グループは、慣習の変更およびサイ

バー・リスクまたはサイバー攻撃が発生した際に必要不可欠な反射的行動の習得を促進するため、従業

員、供給業者および顧客の間で「サイバー・リスク」文化に対する認識を高める措置を講じている。様々

な補完的措置（技術的、組織的、行動的な措置）は、リスクの発生確率を減少させ、またはその影響を制

限する目的で作られている。

 

「クレディ・アグリコル・エス・エーは個人情報憲章（GDPR）を採択した。」

個人情報保護の観点から、当行グループは2018年に施行された個人情報の保護に関する欧州規則

（GDPR）に沿った個人情報憲章を採択した。サンプルとして選ばれた顧客との協議を経て策定されたこの

憲章は、4つの主要原則（データ・セキュリティ、ロイヤルティ、データ利用に関する情報、顧客による

データの管理）に基づいている。

当行グループの各事業体には、顧客、従業員および第三者（供給業者、代理店など）の個人情報の管理

および保護を改善するために考案された基準、ツールおよび管理システムがある。この基準本体は、新た

な規制および判例、規制当局の意思決定の実行ならびに当行グループが対処しなければならない様々な状

況を考慮して定期的に更新される。個人情報保護に関する従業員研修は必須であり、継続的に適応されて

いる。

 

金融および保険商品ならびにサービスへのアクセスにおける差別を回避し、経済的に最も弱い立場の顧

客を支援する

2017年法の下での義務に加え、当行グループは、経済的に最も弱い立場の顧客が自身の状況により適し

た解決策を見出せるよう支援する社会的アプローチに取り組んでいる。

金融および保険サービスへのアクセスにおける差別のリスクを防止するため、当行グループは数年間に

わたって、金融的包摂プロセスおよび経済的に最も弱い立場の顧客への支援に取り組んできた。これまで

のところ、当行グループは債務過多防止に取り組み、かかる顧客の与信および保険へのアクセス改善を

行っている。これは、当行グループのLCLエサンシエルおよびLCLイニシアルなど、誰もが利用できる商品

を提供していることが証明している。

債務過多状態を予防および管理するために、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスと

LCLは、サポート策（個人サポート・エージェンシー、ナショナル・ユニットおよび状況に適応させたサー

ビス）を策定した。これらは、財務的に脆弱な状況が検知された顧客に提供することができる。例えばLCL
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では、アドバイザーは「予算会議」中に、弱い立場の顧客を察知し、彼らに対し状況に合わせたソリュー

ションを提案する自由に使えるツールを有している。必要に応じて、アドバイザーは、個別の予算評価の

ために「LCLパランテーズ」サポート・ユニットに顧客を紹介することもできる。

クレディ・アグリコル・アシュランスにおいて、パシフィカの個人向け医療保険商品は、医療スクリー

ニングを行わず、調整された医療プログラムに沿って、規制レートを遵守した最低限の払戻しが適用さ

れ、予防治療がカバーされるという、責任および社会的包摂のある商品となっている。また、同社の医療

保険商品には、2020年1月1日から医療費の全額補償が含まれており、顧客の「自己負担額ゼロ」を保証

し、経済的理由により治療を求めないことがなくなることを目指している。パシフィカは、無料のまたは

補助金付きの単一の規制水準の補償が付される、低所得世帯向けの補完的な医療保険プログラム（2019年

度にACSとCMU-Cのスキームが統合された結果）を委任された管理者である。クレディ・アグリコル・ア

シュランスも、AERAS契約を遵守している。AERAS契約は、現在または過去に重大な健康上の問題を有した

人の保険および融資へのアクセスを助けるもので、融資保険業者である子会社CACIを通じて状況に応じた

内容の保険契約を提供している。

LCLは「エサンシエル」パッケージで、経済的に最も恵まれない顧客を対象に、彼らが借家人または住宅

所有者であるかを問わず、包括的な住宅保険を提供している。これは、第三者賠償責任、火災補償および

水災補償などの基本的な補償を犠牲にすることなく、必要不可欠な補償を提供するものである。また、

「特別困難」プログラムにより、例えば家賃または住宅ローンを補償することで、大規模な災害が発生し

た場合にも対応している。

クレディ・アグリコル・グループは、特に公営住宅事業への融資に貢献している。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの融資および投資活動において

当行のセクター別CSR方針

「クレディ・アグリコル・エス・エーは、融資および投資活動についてセクター別方針を採用してい

る。」

クレディ・アグリコルが数年前から実施しているセクター別方針は、当行グループの融資および投資政

策に導入される介入ルールならびに社会的および環境的基準を規定している。これらは、人権および社会

的権利のみならず、気候変動との闘い、環境保護および生物多様性の保全に関する主要な課題を反映して

いる。これまでに12のセクター別CSR方針が適用されており、関連する主なセクターは、軍備、一般炭、鉱

業および金属、石油およびガス、森林伐採ならびに生態系の転換である。例えば、2024年度にLCLは、融資

および投資の意思決定にESGを組み込むシステムを導入した。このシステムには、影響を受けやすい活動を

特定する方法、特有の深刻化の過程およびESG基準の分析に特化したガバナンスが含まれている。

すべての事業体のプロセスにESG基準を組み込むことを実務上推進するために、ESG統合ガイドが作成さ

れた。これは、クレディ・アグリコル・グループの現在の立場に焦点を当て、銀行機関の業務にESGの考慮

事項を統合する原則を、簡潔かつ包括的に提示している。

 

融資および投資における主な直接的気候、環境・社会・企業統治（ESG）に関するリスクの評価および管

理

過去数年にわたり、当行グループは、ESGリスクを意思決定基準に統合するアプローチをとってきた。

 

投資

「アムンディは、責任投資方針を採用している。」

アムンディは、2006年度に国連環境計画および国連グローバル・コンパクトとの提携により発足した自

主的イニシアティブである責任投資原則（PRI）の署名者として、金融的基準に加えて、環境・社会・企業

統治の基準を投資分析および判断に含めている。したがって、アムンディの責任投資方針は、以下のよう

になっている。
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・　汚染との闘い、環境遷移、児童労働または許容できない労働環境の撲滅といった主要な環境、社会お

よび企業統治問題を考慮した、国際的基準および著名な評価機関による評価の双方に基づく、いくつ

かの基準からなる独自のESG評価によって要約されるシステマチックなESG企業分析

・　全管理職に対するESG課題に関する評価の配布ならびに全従業員に対する意識向上および研修イニシア

ティブ

・　当行グループのセクター固有の方針に沿うように考案されたアムンディの責任投資方針に規定され

る、環境・社会・企業統治（ESG）基準を満たさない発行体（企業および政府）をすべての投資から除

外すること。これらの規則は、アムンディが完全な裁量権を有するすべてのアクティブ運用戦略に適

用される。また、可能な限りパッシブ運用のESGファンドにも適用される（過度にインデックスに集中

したファンドを除く。）。

・　企業を最良の慣行に向けて発展させることを目指したコミットメントのアプローチ

・　ESG問題を考慮した投票権の行使の評価

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループはまた、2010年度からの責任投資原則（PRI）の署名者

であり、2017年度から毎年、ESGの環境方針を公表している。この方針は、非財務基準を投資分析および意

思決定プロセスに組み入れる、クレディ・アグリコル・アシュランスのアプローチを示している。

上場有価証券の運用は主に当行グループの資産運用会社であるアムンディに委託しており、アムンディ

は外部の非財務データと社内で実施したセクター別およびテーマ別の定性分析を組み合わせたESG評価手法

を開発している。クレディ・アグリコル・アシュランスは、主にアムンディに委託運用資産の議決権行使

およびコミットメントの方針の管理を依拠している一方で、議決権行使の指標およびアムンディが伝える

数値の監視により、独立した視点を維持している。

投資部門は、アムンディの委任範囲に含まれない分散投資目的の実物資産（不動産、インフラ、債券

ファンド、プライベート・エクイティなど）に直接投資し、かつ各資産クラスに特化したESG評価モデルの

使用を求めており、かかるモデルは社内で開発することが可能である。

 

融資

「クレディ・アグリコル・CIBは融資管理の一環として、CSR方針を採用している。」

プロジェクト・ファイナンスの分野では、クレディ・アグリコル・CIBは取引および顧客に関連する環境

および社会的影響に基づくリスク管理システムを実施している。これは2017年度に公表されたCSR方針に記

載されており、定期的に更新される。

2003年度以来、クレディ・アグリコル・CIBは、赤道原則が制定された当初から、この原則を遵守し、こ

れに沿って行動している。この原則は、個々の新規プロジェクト・ファイナンスの環境および社会的側面

の詳細な分析を行い、新規プロジェクトが国際金融公社の環境および社会的基準に従って開発され運営さ

れることを義務付ける自発的コミットメントである。

この環境・社会・企業統治リスク管理システムは、3つの柱に沿って形成されている。

・　赤道原則の適用。これは、プロジェクトに直接的に関係する業務のESGリスクを評価する方法論的枠組

みを提供する。

・　当行グループが公表したセクター別CSR方針。この方針は、社会および環境問題が最も重要と特定され

たセクター（武器、エネルギー、鉱業、運輸、輸送インフラ、建設、農業および林業）の全取引に関

する分析および排除基準を定めている。さらに、これらの方針および関連するプロセスは、継続的に

改善される。

・　融資対象のプロジェクト関連の取引の環境または社会的感応性の分析に即した、または顧客のCSRアプ

ローチについてのデューデリジェンス

本CSR方針の遵守に関して重大な不確実性がある取引は、当行グループの当該事業体内に設置されている

意思決定プロセスに従って検討される。
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LCLは、法人顧客への融資に関して、ターゲット融資および（明確なESG基準に連動する）インデックス

融資を含むサステナブル・ファイナンスを提供している。後者については、金利マージンは、企業のESGパ

フォーマンス基準に連動して上下する。LCLは、インデックス・オプション付き融資も提供している。

さらに、LCLは委員会に提出する融資申請書にESGに関する質問を添付している。この質問は、環境・社

会・企業統治（ESG）の基準を考慮したもので、融資の決定を見据えて、財務評価を補完し、分析ファイル

を充実させるものである。

 

融資および投資における気候リスク管理に特に留意

ポートフォリオの脱炭素化経路

「クレディ・アグリコル・グループは移行計画を採用し、NZBA、NZAMIおよびNZAOAという、3つの国際同

盟に加盟している。」

2050年度までにカーボン・ニュートラルを実現するために、クレディ・アグリコル・グループは、以下

の3つの補完的な活動に焦点を絞った気候変動に関する移行計画を採用している。

1.　再生可能エネルギー、低炭素インフラ、クリーン・テクノロジーおよびエネルギー効率化プロジェ

クトへの大規模な融資および投資を実施する。

2.　気候変動に関連する移行を行うすべての顧客（個人、中小企業、法人、農家など）を支援する。

3.　新たな化石燃料採掘プロジェクトへの融資を停止し、エネルギー企業への支援を厳選した手法で実

施することにより、化石燃料からの当行の撤退を加速する。

2019年度に発表されたこの野心的な計画の原則は、2015年のパリ協定の目標および国際エネルギー機関

（IEA）のシナリオを含む基本シナリオに沿って、当行グループの融資および投資ポートフォリオの資金を

徐々に再配分するというものである。

クレディ・アグリコルは、3つの国際同盟（NZBA、NZAMIおよびNZAOA）に加盟することで、また、ネット

ゼロのためのグラスゴー金融同盟（GFANZ）の会員資格の一環としての公約に沿って、融資、投資および保

険事業において野心的な目標を設定している。

 

監視および警告

警告および通知システム

クレディ・アグリコル・グループは、すべての従業員および第三者が利用できる警告の収集および報告

のシステムを有している。このシステムにより、人権および社会的権利ならびに環境の保護に特化したカ

テゴリーを設けている警戒計画が対象とする問題を含め、すべての種類の報告すべき倫理的問題を報告す

ることができる。倫理内部告発システムは、従業員が彼らの事業部門の管理職またはその他の管理職のみ

ならず、法令遵守部門または人事部門に、書面または口頭で内部告発するために利用できる選択肢を補完

している。

このシステムはクレディ・アグリコル・エス・エーを代表する労働組合と協議の上で開発されてきてお

り、当行グループの従業員、社外および臨時の従業員、求職者（応募の一部として情報を得た場合）、元

従業員（その関係の一部として情報を得た場合）、株主、パートナーおよび当該事業体の株主総会におけ

る議決権の保有者、管理、経営もしくは監督機関のメンバー、供給業者または下請会社、ならびに報告を

行うことを希望する第三者に対して当該システムが提供されている。

報告は安全なプラットフォームを通じてなされ、唯一の独立したリンク（https://www.bkms-

system.com/groupe-credit-agricole/alertes-ethiques）から24時間いつでも、9の言語（フランス語、英

語、ドイツ語、スペイン語、イタリア語、オランダ語、ポルトガル語、ポーランド語およびウクライナ

語）で使用できる。このシステムはクレディ・アグリコル・グループ全体を対象としており、300超の事業

体および約550人の従業員がこのツールを使って警告を行うことができる。これによって、警告の量的質的

な分析（警告件数およびタイプ）が容易になり、法令違反リスクの評価および実施される予防措置の評価

に貢献する。また、共有文書作成スペースの構築、新従業員に向けた認知度向上、情報キャンペーン、警
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告を取り扱う担当責任者のための手引きの配布、警告処理ツールの使用についてのユーザー研修といった

認知度を高める活動が当行グループの様々な事業体レベルで行われている。

当行グループの警告の収集および取扱いに関する内部手順により、報告の迅速かつ公平な処理が確実に

される。警告は匿名で送信することができる。警告が受理されると、受領通知が送付される。匿名の警告

の場合を除き、警告者は、警告が法で定められた条件に準拠しない理由を知らされる。警告者が氏名を名

乗ることを選択した場合でも、匿名を選択した場合でも、警告者は安全な「ダイアログ・ボックス」を通

じて、警告の取扱いに責任を負う担当者と会話することができる。告発者の詳細、事件の事実および関係

者の秘密は守られる。告発者が事実について、金銭的対価のためではなくかつ誠実に行動した場合、法定

の公益告発者保護が受けられる。

 

「グループ法令遵守責任者が委員長を務める警告管理委員会」

グループ法令遵守責任者が委員長を務める警告管理委員会は、警告の機密性の程度によって必要な場合

には事態に介入する。当該委員会は、年1回以上開催される。報告書が委員会に送信されるため、委員会は

警告の統計的および定性的要素ならびに警告が発せられた地域に基づき、内部告発システムを評価でき

る。

警告管理委員会によってなされる評価は、適切な場合、リスク・マッピングの更新時または通報された

不正行為についての内部統制の開始時に、考慮される。

 

実施された措置の監視およびその成果の評価のためのシステム

2024年度に実施された措置のレビュー

2024年度に実施された措置

・2024年度下半期に、クレディ・アグリコル・エス・エーの倫理規定の全面的な見直しが行われ、人

権の尊重、差別との闘いならびに職場環境の質および社会的対話の向上に対するクレディ・アグリ

コル・エス・エーの取組みが強調された。

・当行グループの主要子会社を対象に実施した評価アンケートにより、当行グループの子会社におけ

るアプローチの実施に関する成熟度診断を行った。

・2024年3月27日、石炭、輸送インフラならびに鉱業および金属に関する改訂されたセクター別方針

が、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会で承認された。石油およびガスに関する当行グ

ループのセクター別CSR方針は、2024年10月8日にクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会で

承認された。これには、2024年11月18日にクレディ・アグリコル・エス・エーのサステナビリ

ティ＆インパクト部門の委員会で承認された内部文書であるテクニカルガイドが添付される。ま

た、森林伐採および生態系の転換に関するセクター別CSR方針が、2024年10月8日にクレディ・アグ

リコル・エス・エーの取締役会で承認された。これには、2024年12月19日にクレディ・アグリコ

ル・エス・エーのサステナビリティ＆インパクト部門の委員会で承認された内部文書であるテクニ

カルガイドが添付される。

・すべての事業体のプロセスにおいてESG基準の統合の運用上の実施を進めるために、ESG統合ガイド

が策定された。

・クレディ・アグリコル・エス・エー・グループのレベルで、社会パートナーとの警戒アプローチに

関する対話を継続した。

－2024年5月16日の協議委員会の会合において、警戒義務に関する規制および法律についての詳細な

説明ならびに当行グループ内の現状の検討が行われた。

－2024年9月17日の同委員会の会合において、当行グループの労働組合代表者による月例会議の議題

に警戒計画の準備に関する作業を体系的に追加し、プロセスの各段階において意見や提案を収集

することが合意された。

－クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの労働組合代表者による月例会議
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－2025年1月29日に開催されたUNIグローバル・ユニオンの会合において、警戒計画の策定および実

施の手順に関する報告書が提出された。

 

パフォーマンスの監視および評価

さらに、クレディ・アグリコル・エス・エーおよび当行グループの事業体が実施する警戒措置は、リス

ク管理の広範な枠組みの一部を形成しており、セクターによっては特定のプロセスおよび行動計画により

管理される可能性がある。これらの活動は、定期的に更新される指標を用いて監視され、当行グループ

が、警戒義務に関する法律が対象とするリスクを防止する義務を含む法令遵守義務を効果的に果たしてい

ることを確認する。これらの指標は、警戒計画の実質的な実施状況を報告するための具体的なツールであ

る。

 

次へ
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警戒分野 手段/結果の指標 2024年度 範囲 2023年度 範囲 2022年度 範囲

当行の倫理

原則

「倫理とあなた」

クイズに参加した

従 業 員 の 割 合

（％）

83.7

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 52

LCL、クレ

ディ・アグリ

コル・CIB、ア

ムンディ、CA

コンシュー

マー・ファイ

ナンス、

CAL&F、CAイタ

リア、CAア

シュランス、

CAバンク・ポ

ルカ、CASA

ES、CACEIS、

CA-GIP、

CAPS、CAイモ

ビリエ、

CAIWM、AVEM、

ユニ・メディ

ア 32.6

LCL、クレ

ディ・アグリ

コル・CIB、ア

ムンディ、CA

コンシュー

マー・ファイ

ナンス、

CAL&F、CAイタ

リア、CAア

シュランス、

CAバンク・ポ

ルカ、CASA

ES、CACEIS、

CA-GIP、

CAPS、CAイモ

ビリエ、

CAIWM、AVEM、

ユニ・メディ

ア

労働衛生の

維持および

社会的保護

における平

等の確保

従業員1人当たりの

平均欠勤日数

14.6

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 15.6

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 17.5

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

業務上の事故によ

る従業員1人当たり

の平均欠勤日数 0.1

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 0.3

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 0.2

クレディ・アグ

リコル・エス・

エー

育児に関する理由

による従業員1人当

たりの平均欠勤日

数 4.2

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 4.5

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 5

クレディ・アグ

リコル・エス・

エー

その他の理由によ

る従業員1人当たり

の平均欠勤日数 10.3

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 10.8

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 12.3

クレディ・アグ

リコル・エス・

エー
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従業員の安

全およびセ

キュリティ

の確保

従業員に安全習慣

に つ い て の 研 修

（実践）を行った

事 業 体 の 割 合

（％） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

セキュリティ習慣

についての研修（e

ラーニング）を受

けた従業員の割合

（％） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス）

安全習慣について

の研修（eラーニン

グ）を受けた従業

員の割合（％） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス）

旅行安全監視ツー

ルに「高リスク」

国として登録され

た国に駐在してい

る 従 業 員 の 割 合

（％） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

差別の排除 ハイレベルの意思

決定機関（これは

各事業体のハイレ

ベルの意思決定機

関、すなわち、も

しあれば業務執行

委員会、またはこ

れがない場合には

管理委員会、を言

及している。）に

おける女性の割合

（％） 29.4

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー親会

社 35.3

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー親会

社 37.5

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー親会

社

フランスにおける

障害のある人の雇

用率（％）

5.95
(1)

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス） 5.44

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス） 5.2

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー（フ

ランス）

当行グルー

プ内の社会

的対話の維

持

クレディ・アグリ

コル・エス・エー

の事業体による当

年度の労働協約締

結数  

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー  

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー  

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

・フランス 80  104 124

・フランス以外 115  108 138
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確立した関

係を有する

供給業者お

よび下請け

会社が当行

グループの

警戒システ

ムに関連し

たコミット

メントを受

け入れるこ

との確保

クレディ・アグリ

コル・エス・エー

が子会社に提示し

た「警戒義務」条

項を含んだタイプ

の 契 約 の 割 合

（％） 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

取 引 額 の 大 き い

（ 50,000 ユ ー ロ

超）供給業者との

契約のうち、「警

戒義務」条項を含

む 契 約 の 割 合

（％）

方法：サンプリン

グ 97

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 100

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 94

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

当行の購入

業務におけ

る重要な環

境・社会・

企 業 統 治

（ ESG ） リ

スクの評価

および管理

クレディ・アグリ

コル・エス・エー

の購買担当者のう

ち 「 責 任 あ る 購

入」研修を完了し

た者の割合（％） 82

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 86

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー 82

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

独立した第三者に

よるCSR評価を受け

た 費 用 の 割 合

（％）
*

40

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ -

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ -

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ

評価を受けた供給

業者の数 3,486
 

3,209 2,935

サイバー犯

罪のリスク

の予防

偽の（フィッシン

グ）キャンペーン

をクリックした従

業員の割合（％）
*

8.3

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー -

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー -

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

金融サービ

スおよび保

険へのアク

セスにおけ

る差別回避

または弱い

立場の顧客

支援

支援した経済的に

弱い立場の顧客数

59,986 LCL 50,693 LCL 26,641 LCL

支援を受け入れた

弱い立場の顧客数

16,323

CAPF（フラン

ス）、アゴス

およびクレ

ディボム 17,112

CACFフランス

およびアゴ

ス・イタリア 6,793

CACFフランス

およびアゴ

ス・イタリア

ESG 戦 略

（融資）

融資の分析に含ま

れるESG基準の割合

（％） 100

クレディ・ア

グリコル・

CIB 100

クレディ・ア

グリコル・CIB

100

クレディ・ア

グリコル・CIB
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ESG 戦 略

（投資）

責任ある投資資産

（十億ユーロ） 982 アムンディ 886 アムンディ 800 アムンディ

気候戦略 すべての融資に関

連する温室効果ガ

ス排出量（SAFE手

法）

（ 単 位 は 百 万

tCO2eq（CO2換算し

たトン）） 102

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ 112

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ 153

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ

警告のフォ

ローアップ

内部告発ツールで

の年間警告件数

226（う

ち、14件

は人権お

よび環境

権に関す

るもの）

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ

179（う

ち、14件

は人権お

よび環境

権に関す

るもの）

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ

119（う

ち、17件

は人権お

よび環境

権に関す

るもの）

クレディ・ア

グリコル・グ

ループ

 

* 測定基準の変更

 

(注1)　この指標は、グループ障害者雇用協定の対象となる平均従業員数に対する当行グループ内で雇用されている障害

のある従業員（フランスのBOETH、すなわち障害者雇用義務制度の対象者）の割合である。当該協定の対象企業に

は、プレヴィゼオ、CATE、アムンディ・トランジシオン・エネルジェティーク、SIRCAグループ、ヴィアレン・グ

ループ、スデコ、オキシリエールファルマが含まれる。

 

次へ
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2025年度の見通し

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、警戒義務に関してフランスの法律よりもさらに野心

的でより詳細な要件を導入する欧州CSDDD（企業持続可能性デュー・ディリジェンス指令）の施行を見据

え、構造化された行動計画を策定している。この新しい規制の影響を認識した上で、当行グループは、持

続可能性に関する事項をその活動およびバリューチェーンにさらに統合していくつもりである。

計画されている横断的な活動は以下のとおりである。

・将来の欧州指令の全面的な実施およびフランス法への移行のための規制上の枠組みを提供する。

・セクター別方針のシステムに人権方針を追加する。

・フランス法の対象ではないが将来の欧州指令の下では対象となる部門および事業体に向けた啓発活動

を通じて、変革プロセスを主導する。

・変化を促進するために、当行グループの事業体で既に実施されているベストプラクティスを特定し、

共有する。

 

従業員

2025年度には、当行グループのヒューマン・セントリック・プロジェクトの第2段階が完了する。このプ

ロジェクトは2022年度に開始され、クレディ・アグリコル・グループの経営的、文化的および組織的な変

革を拡大するとともに、新たな社会的期待への対応を強化することを目的としている。2025年度には、ク

レディ・アグリコル・エス・エーは、2026年度から2028年度にかけてのヒューマン・セントリック・プロ

ジェクトの第3段階の開発および展開に必要な作業を開始する。

さらに、ますます高まる社会的期待と規制要件に対応するため、クレディ・アグリコル・グループは、

従業員が直面する可能性のある基本的人権および自由の侵害リスクならびに健康および安全に対するリス

クを防止し、管理するための取組みを継続していく。

例えば、倫理規約を運用上実施するために、クレディ・アグリコル・エス・エー親会社の行動規範の新

たな版を発行する。その後、クレディ・アグリコル・グループの各事業体に展開される。

特に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、反復的または単調な作業から従業員を解放することで従

業員の労働条件を改善することを目的として、まずフランスで生成AIのトレーニングを展開しており、そ

の後2025年度上半期には同社が事業を展開するすべての国で展開する。当行グループは、長期にわたる供

給業者との提携に加えて、LinkedInラーニング・プラットフォームを通じてLinkedInとの提携も継続し、

従業員が継続的な学習および自己訓練を通じて潜在能力を伸ばせるように支援する。

 

購入

当行グループの購入部門は、以下の業務に取り組んでいる。

・警戒義務に関する追加の研修モジュールの作成

・供給業者をはじめとする利害関係者との対話の強化

・サプライ・チェーンおよび当行グループの供給業者の下請業務の監督を強化するためのシステムの定

義

 

法定監査人

 

フォーヴィス マザー

 

代表者　エルヴェ・エリアスおよびジャン・ラトルゼフ

セデックス、パリ－ラ・デファンス92075、アンリ・ルニョー通り61番地

法定監査人、ベルサイユおよび中央地区会計監査人協会に登録
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プライスウォーターハウスクーパース・オーディット

 

代表者　アニエス・ユセールおよびバラ・ナイジャ

ヌイイー－シュール－セーヌ92208、ヴィリエ通り63番地

法定監査人、ベルサイユおよび中央地区会計監査人協会に登録

 

フォーヴィス マザーは、2024年5月22日の通常株主総会においてマザーの名で法定監査人に選任された。

プライスウォーターハウスクーパース・オーディットは、2004年5月19日の通常株主総会において法定監査

人に選任された。その任期は、2024年5月22日の通常株主総会において延長された。法定監査人の交替に関す

るフランス商法第L.821-45条に従い、その任期は2028年に開催される通常株主総会の閉会時に終了する。
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（２）【役員の状況】

 

取締役を退任したユーグ・ブラスール氏に代わって、2025年12月31日に終了する事業年度の財務書類を承

認するために招集される2026年度開催の通常株主総会の閉会時に終了する同氏の残りの任期を引き継ぐ取締

役として迎えられたガエル・ルニャール氏の選任が、2025年5月14日に開催されたクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの株主総会において承認された。

また、法定の年齢上限に達したルイ・テルシニエ氏に代わって、2026年12月31日に終了する事業年度の財

務書類を承認するために招集される2027年度開催の通常株主総会の閉会時に終了する同氏の残りの任期を引

き継ぐ取締役として、オリヴィエ・デポルト氏が当該株主総会において選任された。

また、当該株主総会において、ドミニク・ルフェーヴル氏、ピエール・キャンブフォー氏、ジャン－ピ

エール・ゲヤール氏およびクリスティーヌ・ガンドン氏の任期が更新された。

その他、役員の異動に関する情報については、上記「(1) コーポレート・ガバナンスの概要－取締役会の

概要」を参照。

 

新任の会社役員

ガエル・ルニャール

生年月日：1973年5月23日

2025年3月31日現在保有するクレディ・アグリコル・エス・エー株式の数：731

略歴：

ガエル・ルニャール氏は、2022年4月にロワール・オート－ロワール地域銀行の最高経営責任者に選任さ

れた。

農業工学の学位を取得後、キャリアの初期は公務員として、フランス農業省、続いて首相官邸の欧州事

務局に勤務し、首相の技術顧問を務めた。同氏は、2010年9月にクレディ・アグリコルに入社し、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの農業責任者（2010年-2016年）、ノール・ド・フランス地域銀行のジェネ

ラル・マネージャー代理（2016年-2019年）およびFNCAの最高経営責任者（2019年-2022年）等の管理職を

歴任した後、2022年にロワール・オート－ロワール地域銀行の最高経営責任者に就任した。

同氏は、銀行業務および会社経営に関する専門的意見ならびに農業分野および情報技術に関する知識を

取締役会にもたらすであろう。

 

オリヴィエ・デポルト

生年月日：1965年11月6日

2024年12月31日現在保有するクレディ・アグリコル・エス・エー株式の数：611

略歴：

2018年から養豚農家およびコート・ダルモール地域銀行の会長であるオリヴィエ・デポルト氏は、2023

年8月からクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会において無議決権取締役として就任している。同

氏は、決済分野の複数の事業体（CAペイメント・サービシズ、ペイメッド、SAS C2MSおよびドクサリア）

の取締役であり、CAバンク・ポルスカの取締役でもある。同氏はまた、SEFA（ソシエテ・デパルニュ・

フォンシエール・アグリコル）の取締役も務めている。同氏は、銀行業務およびリスク、会計および法令

遵守、情報技術およびITセキュリティ、社会・環境的責任、地域および地方の開発、経営管理、規制およ

びガバナンス、地政学および世界経済、気候および生物多様性に関する課題ならびに農業分野に関する専

門知識を取締役会にもたらしている。

同氏の情報の詳細は、下記「会社役員の役職および職務－2024年12月31日現在のクレディ・アグリコ

ル・エス・エーの取締役会」を参照。
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　経営トップの男女別内訳

 2024年度

 人数 ％

業務執行委員会の内訳
* 17 100％

女性 5 29.4％

男性 12 70.6％

その他
** - -

未報告 - -

経営トップの内訳 368 100％

女性 95 25.82％

男性 273 74.18％

その他
** - -

未報告 - -

* 　2022年度から2025年度の中期計画の一環としてモニタリングされた指標

**　従業員自身が指定した性別

 

会社役員の役職および職務

 

2024年12月31日現在のクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会

 

 ドミニク・ルフェーヴル

当行における主要な役職：

・取締役会会長

・戦略委員会委員長

・社会的コミットメント委員会委員長

・指名・統治委員会メンバー
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年齢：63歳

フランス国籍

勤務先住所：

ヴァル－ドゥ－フランス地

域銀行

フランス、シャルトル、

28002、ダニエル－ブテ通り

1番地

当初選任日：

2015年11月
(1)

任期終了：

2025年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

4,576

略歴

ドミニク・ルフェーヴル氏は専門農業組織で数々の役職を歴任してきた。同氏は、クレ

ディ・アグリコルの作業機関に初期から関与し、1995年にボース地域銀行およびペル

シュ地域銀行、現在のヴァル－ドゥ－フランス地域銀行（1997年）の会長に選任され

た。同氏はまた、国内官庁でもいくつかの役職を有している。当初、クレディ・アグリ

コル全国連合（FNCA）のメンバーに選任され（2004年）、2008年に会長代理、また2010

年には会長に就任した。この役職に加え、同氏は、2015年11月にクレディ・アグリコ

ル・エス・エーの取締役会会長として選任される前、クレディ・アグリコル・エス・

エーの大株主であるSASリュ・ラ・ボエスィの会長でもあった。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・マネージャー：Sacamミュチュアリザシオン（2021年）

 

・経営委員会委員長：GIE GECAM

 

・理事：SCI CAM（2021年）

 

その他の役職

・会長：CNMCCA（2023年）
 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：ヴァル－ドゥ－フランス地域銀行、クレディ･アグリコル全国連合（FNCA）、

SASリュ・ラ・ボエスィ、Sacamパーティシパシオン、Sacamアンテルナシオナル、クレ

ディ・アグリコル・ソリダリテ・デヴェロップモン（CASD）財団

 

・会長代理：Sacamデヴェロップモン

 

・共同マネージャー：Sacamミュチュアリザシオン

 

・理事：ペイ・ドゥ・フランス・クレディ・アグリコル財団

 

その他の役職

・委員長：ウール－エ－ロワール農業会議所（Chambre d'agriculture）財務委員会

 

・会長代理：全国農業信用組合連合（CNMCCA）

 

・理事：恵まれない若者を支援する非営利基金

 

・メンバー：フランス農業評議会（Conseil de l'agriculture française）

 

・財務担当者：ウール－エ－ロワール農業開発協会（ADEL）

(注1)　2007年から2009年までは、取締役。2009年から2015年までは、SASリュ・ラ・ボエスィの代表。

 

 SASリュ・ラ・ボエスィ代表者：ラファエル・アペール

当行における主要な役職：

・取締役会会長代理

・戦略委員会メンバー

・指名・統治委員会メンバー

・社会的コミットメント委員会メンバー
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年齢：63歳

フランス国籍

勤務先住所：

中東部地域銀行

フランス、シャンパーニュ

－オ－モン・ドール、

69410、ピエール－ドゥ－ト

リュシ－ドゥ－レイ通り 1

番地

当初選任日：

2017年5月

（SASリュ・ラ・ボエスィ）

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券：

13,805

略歴

ラファエル・アペール氏は、EDHEC（リール校1983年）の卒業生であり、その職歴のすべ

てをクレディ・アグリコルで過ごしてきた。同氏は、1983年にノール・エスト地域銀行

の支店網に入行した後、1995年にサルト地域銀行の商業網のマネージャーに就任し、そ

の後1998年にアンジューおよびメーヌ地域銀行のファイナンスおよびマーケティングの

マネージャーに就任した。同氏は2002年からサントル－エスト地域銀行のジェネラル・

マネージャー代理を務めている。2005年にはヴァル・ドゥ・フランス地域銀行の取締役

会により最高経営責任者に選任された。同氏は2010年からサントル－エスト地域銀行の

最高経営責任者を務めている。同氏は2012年にクレディ・アグリコル全国連合の事務局

役員に選任され、2015年に事務局長代理に就任し、2017年5月に第一会長代理に就任し

た。クレディ・アグリコル・グループ内におけるラファエル・アペール氏の職務には、

Sacamデヴェロップモンの会長およびグラミン・クレディ・アグリコル財団の会長も含ま

れている。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・経営委員会メンバー：GIE GECAM（2021年）

 

・取締役：SCI CAM（2021年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・最高経営責任者：中東部地域銀行、Sacamアンテルナシオナル

 

・会長代理：SASリュ・ラ・ボエスィ

 

・第一会長代理：クレディ・アグリコル全国連合（FNCA）

 

・会長：Sacamデヴェロップモン、グラミン・クレディ・アグリコル財団、SASクレ

ディ・アグリコル・レジオン・アンヴェスティスモン（カーヴェスト）

 

・理事：スイスのクレディ・アグリコル・ネクスト・バンク、ペイ・ドゥ・フランス・

クレディ・アグリコル財団、Sacamパーティシパシオン

 

・共同マネージャー：Sacamミュチュアリザシオン

 

その他の非上場企業

・取締役：シパレックス・アソシエ

 

・イン・エクステンソの監督委員会のメンバー

 

その他の役職

・リヨン・カトリック団体設立後援者協会（Association des fondateurs et

protecteurs de l'Institut catholique de Lyon; AFPCIL）

 

・リヨン美術館連合会（Club du Musée des Beaux-Arts）メンバー

 

・セルクル・ドゥ・リュニオンのメンバー

 

 アニエス・オーディエ

当行における主要な役職：

・独立取締役

・報酬委員会の委員長

・監査委員会メンバー

・戦略委員会メンバー
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年齢：60歳

フランス国籍

勤務先住所：

クレディ・アグリコル・エ

ス・エー

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2021年5月（取締役）

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数:

5,000

略歴

アニエス・オーディエ氏は、フランスの高等師範学校（École normale supérieure）、

コール・デ・ミーヌのチーフ・エンジニアの卒業生であり、物理学および化学の学位な

らびに材質化学のDEA（Diplôme d'Études Approfondies）を有し、パリ政治学院（金融

専攻）の卒業生である。同氏は、イル・ド・フランス地域の県でキャリアを開始した。

同氏はかつて、社会福祉保健省のシモーヌ・ヴェイユのオフィスのメンバーであり、そ

の後中小企業・貿易・工芸省のジャン－ピエール・ラファランのオフィスの責任者を務

めた。同氏は1997年にビベンディ・ユニバーサル・グループに加わり、その後2003年に

ハバス・グループに業務執行副社長兼チーフ・パフォーマンス・オフィサーとして加

わった。

2006年にフランスの財政監査総局で1年を過ごした後に、同氏はボストン・コンサルティ

ング・グループに加わり、パリオフィスのマネージング・ディレクター兼パートナーを

務め、特に健康部門およびモビリティ部門における戦略、組織形成およびデジタル・ト

ランスフォーメーションを専門としていた。

アニエス・オーディエは30年にわたって社会分野に大きく関与し、75の要介護高齢者滞

在施設（介護および養護施設）を有する社会的連帯経済組織である、SOSシニアの会長で

ある。

過去5年間に終了した役職および職務

その他の上場企業

・独立取締役兼CSR委員会のメンバー：ワールドライン（2024年）

 

・独立取締役、監査およびリスク委員会の委員長：インジェニコ・グループ（2020年）

 

その他の非上場企業

・独立取締役、監査およびリスク委員会の委員長：HIME（SAURの持株会社）（2020年-

2021年）

 

その他の役職

・取締役：IBEN寄付基金

 

その他の現在の役職および職務

その他の上場企業

・戦略的参加ファンドを代表する取締役、監査委員会および報酬委員会のメンバー、企

業社会的責任委員会委員長：ユーテルサット

 

・SCET（預金供託金庫の完全子会社）の取締役会会長

 

・利害関係者委員会委員長：フランセーズ・デ・ジュー

 

その他の非上場企業

・シニア・アドバイザー：ボストン・コンサルティング・グループ

 

・シニア・アドバイザー：アフェオン

 

・SASのAA評議会会長

 

その他の役職

・会長（ボランティア）：SOSシニア（非営利の社会的連帯経済組織）

 

・社会的な影響に専念する新しいシンクタンクである、インパクト・タンク（非営利組

合）の会長（ボランティア）

 

・アンスティチュ・キュリーの監督委員会の報酬委員会メンバー（無償）
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・取締役（無償）：フランス国立保健医学研究機構（INSERM）財団

 

 オリヴィエ・オフレー

当行における主要な役職：

・取締役

・報酬委員会メンバー

・社会的コミットメント委員会メンバー

 

年齢：56歳

フランス国籍

勤務先住所：

イル・エ・ヴィレーヌ地域

銀行

フランス、セデックス、レ

ンヌ、35040、サン・ジャッ

ク・ド・ラ・ランド

CS64017、ルイ・ブライユ通

り4番地

当初選任日：

2021年5月

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

50

略歴

2019年以降イル・エ・ヴィレーヌ地域銀行会長を務めているオリヴィエ・オフレー氏

は、農業系企業のトップとしての経験および2006年以降クレディ・アグリコルでの役職

で得た銀行業務の専門知識を取締役会において発揮している。オフレー氏（56歳）は、

農業技術および経営管理のBTS（職業訓練証明書）を取得しており、農業会議所、ADASEA

（ Société d'Aménagement des Structuresd'Exploitation Agricole d'Ille-et-

Vilaine：イル・エ・ヴィレーヌの農業構造の企画会社）、レンヌの地域農業プログラム

の共同議長およびレンヌの大都市開発委員会において務めているまたは務めてきた役

職、ならびにSPACE（畜産国際展示会）のディレクターとしての経験を通して、地域経済

の専門家である。同氏はブルターニュの経済社会評議会の元メンバーであり、その任期

中にも、環境および生物多様性などの分野ならびに雇用および地域の魅力といったより

社会的意義が大きい分野を担当する様々な委員会のメンバーにも就いていた。同氏は、

数年間IT部門（CATSおよびCAGIP）に携わっていたため、当行グループに影響を与える技

術革新およびITリスクについての知見を取締役会にもたらしている。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：イル・エ・ヴィレーヌ地域銀行、パセ地域銀行、ヴィラージュ・バイ・CA・イ

ル・エ・ヴィレーヌ

 

・イル・エ・ヴィレーヌ地域銀行を代理する取締役：UNEXO、CAEB

 

・監督委員会メンバー：CATS

 

・取締役：CAGIP

 

その他の役職

・マネージャー：EARLラ・ボディエール

 

・取締役：メゾン・ドゥ・サラン

 

 ソニア・ボネ－ベルナール

当行における主要な役職：

・独立取締役

・監査委員会委員長

・リスク委員会メンバー
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年齢：62歳

フランス国籍

勤務先住所：

A2EF

フランス、ヌイイー－ル－

セーヌ、92200、ロンシャン

通り 60番地

当初選任日：

2022年5月（取締役）

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

100

略歴

ソニア・ボネ－ベルナール氏は、財務顧問会社であるサルストロにて財務監査のキャリ

アを開始した（1985年-1988年）後、ニューヨークのコンスタンティン・アソシエイツに

入所した（1988年-1990年）。同氏は、フランス内外の会計基準に係る専門家として、オ

ルドル・デ・ゼクスペール・コンターブルの国際関係部門責任者、フランスの公認会計

士の職業団体（1990年-1996年）、そしてアルノー・ベルトラン委員会の総代表（現在の

フランス会計監査人協会（CNCC）の公益事業体部門）を歴任し、フランス国内の主要な

監査機関のポジション調整を行っている（1996年-1998年）。同氏は、パリ・ドーフィン

ヌ大学（旧パリ第9大学）（一般会計）およびポワティエ大学のIAE（比較会計）の講師

であった。

ソニア・ボネ－ベルナール氏は、独立した鑑定評価、評価、会計上のアドバイスおよび

訴訟のサポートを担当するマネージング・パートナーとして、1998年にリコル・ラステ

イリ・コーポレート・ファイナンスに加わった。同氏は、2015年にリコル・ラステイ

リ・コーポレート・ファイナンスがEYと合併した後に、EYのトランザクション部門の

パートナーとなった。

2020年5月、同氏は財務の独立した鑑定評価および評価を専門とする会社であるA2EFを設

立した。

ソニア・ボネ－ベルナール氏は、タルケットの監督委員会の独立メンバーおよび監査委

員会の委員長であった（2011年-2015年）。

同氏は、パリ控訴院の公認会計士、法定監査役、サステナビリティ監査役および法律専

門家である。

過去5年間に終了した役職および職務

その他の役職

・EYトランザクション・アドバイザリー・サービシズ（TAS）のパートナー（2020年）

 

・フランス会計基準機構（ANC）の代表機関（「コレージュ」）メンバーおよび民間会計

基準委員会委員長（2020年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役、監督委員会委員長：クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベ

ストメント・バンク

 

その他の上場企業

・取締役兼監査委員会委員長：レミーコアントロー

 

その他の非上場企業

・会長：A2EF（Associés en Évaluation et Expertise Financière）

 

その他の役職

・会長：IMAフランス

 

・名誉会長兼取締役：フランス評価機関協会（Société française des Évaluateurs、

SFEV）

 

・会長代理：フランス独立評価機関協会（APEI）
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 ユーグ・ブラスール

当行における主要な役職：

・取締役

・監査委員会メンバー

・社会的コミットメント委員会メンバー

 

年齢：59歳

フランス国籍

勤務先住所：

アンジューおよびメーヌ地

域銀行

フランス、ル・マン、

72000、オリヴィエ・メシア

ン通り 77番地

当初選任日：

2022年5月（取締役）

任期終了：

2026年
*

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数:

803

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券：

2,579

略歴

ユーグ・ブラスール氏は、バンク・ポピュレール・グループでキャリアを開始した後、

1995年にKPMGピート・マーウィックに入社した。2000年にクレディ・アグリコル・グ

ループに入社し、最初はヴァル－ドゥ－フランス地域銀行で開発およびバンキング・

サービス部門責任者として従事した。2005年にリテール市場部門責任者としてクレ

ディ・アグリコル・エス・エーに加わり、2008年には最高経営責任者代理としてアン

ジューおよびメーヌ地域銀行に移った。カリパルマの最高経営責任者代理としてイタリ

アで4年を過ごした後、同氏は、2017年にアンジューおよびメーヌ地域銀行の最高経営責

任者に任命された。ユーグ・ブラスール氏は、リール第二大学で金融および国際税制の

修士号、ならびに会計および金融の修士号（DESCF）を取得している。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役兼リスクおよび法令遵守委員会メンバー：CAインドスエズ・ウェルス・マネジ

メント（2024年）

 

・無議決権取締役：クレディ・アグリコル・エス・エー（2022年）

 

・取締役（地域銀行の永久代表社員）：SAS UNEXO（2020年）

 

・取締役兼コミットメント委員会メンバー：S.A.フォンカリス（2023年）

 

・国際援助部門戦略委員会メンバー：クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・

インベストメント・バンク（クレディ・アグリコル・CIB）（2022年）

 

・監督委員会メンバー：SNCクレディ・アグリコル・ティートルSNC（2023年）

 

その他の役職

・ヴェジポリス・ヴァリー（非営利団体）：取締役（地域銀行の永久代表社員）（2022

年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・最高経営責任者：アンジューおよびメーヌ地域銀行

 

・取締役会会長兼リスク、監査および指名・報酬委員会委員長：クレディ・アグリコ

ル・ホーム・ローンSFH

 

・取締役会会長兼リスク、監査および指名・報酬委員会委員長：クレディ・アグリコル

FH SFH（フィナンスモン・ドゥ・ラビタ／ホーム・ローンSFH）

 

・取締役会会長：S.A.S. SACAMマシニズム

 

その他の非上場企業

・業務執行委員会委員長：ジョン・ディア・ファイナンシャルSAS

 

その他の役職

・SCIブラスール・ディボワンヌのマネージャー

 

・SCIブラスール・ディボワンヌ2のマネージャー

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 530/1736



* 2025年3月26日付で辞任。

 

 ピエール・キャンブフォー

当行における主要な役職：

・取締役

・リスク委員会メンバー

・米国におけるリスク委員会メンバー

 

年齢：60歳

フランス国籍

勤務先住所：

ノール・ミディ・ピレネー

地域銀行

フランス、アルビ、81000、

フランソワ－ヴェルディエ

通り 219番地

当初選任日：

2020年5月（取締役）

任期終了：

2025年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数:

65

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券:

619

略歴

ピエール・キャンブフォー氏は、スタンフォード大学を卒業しており、パリの工業物理

化学高等専門大学のエンジニアの学位を有している。同氏は化学業界において研究開発

エンジニア（1989年）としてキャリアを開始した。同氏はフランクフルトにおける国家

企業支援（service national en entreprise）プログラムのボランティア（1990年-1991

年）であった。1991年に同氏は監査役としてケス・ナショナル・ドゥ・クレディ・アグ

リコル（CNCA）に入行した。1995年に同氏はパリでのキャリアをスタートさせ、クレ

ディ・アグリコルのイル・ド・フランス地域銀行では、最初はリスク管理ユニット責任

者として、その後は信用開発事業において、様々な役職に就き、2000年には責任者と

なった。2002年からはマーケティング・広報部門の責任者を務めた。2004年に同氏は個

人向け市場部門の責任者としてクレディ・アグリコル・エス・エーに入行した。同氏は

2006年に中東部地域銀行のジェネラル・マネージャー代理となった。ピエール・キャン

ブフォー氏はクレディ・アグリコル・CIBの最高経営責任者代理（2010年-2013年）に任

命された。2013年9月以降、同氏はノール・ミディ・ピレネー地域銀行の最高経営責任者

を務めている。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役会会長：SASクレディ・アグリコル・ペイメント・サービシズ（2020年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・最高経営責任者：ノール・ミディ・ピレネー地域銀行

 

・取締役会会長兼最高経営責任者：SASアンフォールシュド・ジェスティオン

 

・取締役：SAS ドクサリア、SASコフィルモ、SASデスティネーション・プロ（プロピュ

ルス）（2023年2月より）

 

・監督委員会メンバー：SNC CAテクノロジ・エ・セルヴィス（CATS）

 

その他の役職

・取締役：クレディ・アグリコル・ノール・ミディ・ピレネー寄付基金ユース・アク

ション（Fond'actions jeunes）・ファンド

 

・取締役（ノール・ミディ・ピレネー地域銀行出席代表者）：S.A.グラン・シュド－ウ

エスト キャピタル、GSOイノベーション、GSOフィナンスモン

 

・会長（ノール・ミディ・ピレネー地域銀行出席代表者）：SAS NMP IMMO

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 531/1736



 マリ－クレール・ダヴー

当行における主要な役職：

・独立取締役

・リスク委員会メンバー

・報酬委員会メンバー

・社会的コミットメント委員会メンバー

 

年齢：53歳

フランス国籍

勤務先住所：

ケリング

フランス、パリ、75007、

セーヴル通り40番地

当初選任日：

2020年5月

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

1

略歴

マリ－クレール・ダヴー氏は、ジャン－ピエール・ラファラン首相時の首相官房でテク

ニカル・アドバイザーとして勤務を開始し、その後環境・持続可能開発大臣を務めたセ

ルジュ・ルペルティエ氏のチーフ・スタッフとして勤務した。2005年に、同氏はサノ

フィ・アベンティス・グループの持続可能開発担当取締役に就任した。2007年から2012

年にかけて、同氏は、複数の国務大臣、また環境・持続可能開発・運輸住宅大臣を務め

たナタリー・コシュースコ－モリゼ氏のチーフ・スタッフを務めた。

2012年に、同氏はケリングの持続可能開発兼国際機関渉外担当責任者に任命された。同

氏は、意欲的な戦略および目標を策定し、ケリング・グループおよびそのハウスにおい

て最良の慣行を実施してきた。ケリングは、現在、持続可能開発業界の先駆的企業であ

り、リーダーとして認められている。

マリ－クレール・ダヴー氏は、国立農村工学・河川・森林学校（École nationale du

génie rural, des eaux et des forêts）（ENGREF、IPEFの一部門）を卒業した。同氏は

また、パリ・ドーフィン大学から大学院の学位である公共管理学のDESS（diplôme d’

études supérieures spécialisées）を授与されている。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役兼リスク委員会委員長および報酬委員会メンバー：クレディ・アグリコル・CIB

（2020年）

 

その他の上場企業

・アルビオマの取締役兼企業社会的責任委員会委員長（2022年）

 

・取締役：SPACトランジション（2022年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役会メンバー：インドスエズ・ウェルス・マネジメント（フランス）

 

その他の上場企業

・持続可能開発兼機関渉外担当責任者、業務執行委員会メンバー：ケリング

 

・取締役兼倫理・環境・持続可能な開発委員会（CEEDD）委員長：ENGIE

 

その他の非上場企業

・監督委員会メンバー：ポナン

 

 ジャン－ピエール・ゲヤール

当行における主要な役職：

・取締役

・監査委員会メンバー

・指名・統治委員会

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 532/1736



年齢：64歳

フランス国籍

勤務先住所：

シュド・ローヌ－アルプ地

域銀行

フランス、グルノーブル、

38000、レジスタンス広場

12番地

当初選任日：

2014年5月

任期終了：

2025年

2024年11月1日現在保有する

クレディ・アグリコル・エ

ス・エー株式の数：

2,246

略歴

ワイン生産者兼観光名所マネージャーであり、サン・ジャン・ル・サントゥニエの町議

会議員であるジャン－ピエール・ゲヤール氏は、1993年からクレディ・アグリコル・

ヴィルヌーヴ・ドゥ・ベルグ地区金庫の会長を務めている。ラルデーシュ地域銀行の取

締役を務めた後、シュド・ローヌ－アルプ地域銀行の取締役を務め、2006年に同行の取

締役会会長に選任された。同氏は、地域の発展および環境経済に特に尽力している。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・エネルギー・環境委員会委員長（2023年）

 

・監督委員会メンバー：CAティートル（2020年）

 

・会長代理：Fomugei経営委員会

 

・会長代理：地域銀行会長連合会（FNCA)（2021年）

 

その他の役職

・取締役：ラルデーシュのフランス銀行（2021年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：シュド・ローヌ－アルプ地域銀行、ADICAM

 

・委員長：ステアリング・プロモーション委員会

 

・取締役：SASリュ・ラ・ボエスィ

 

・クレディ・アグリコル全国連合の連邦局メンバー

 

・取締役兼監査およびリスク委員会メンバー：LCL

 

その他の非上場企業

・マネージャー：SCI AGF ソントゥニエ

 

その他の役職

・市議会議員：サン－ジャン－ル－サントゥニエ（アルデーシュ県）

 

 クリスティーヌ・ガンドン

当行における主要な役職：

・取締役

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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年齢：58歳

フランス国籍

勤務先住所：

ノール・エスト地域銀行

フランス、ランス、51100、

リベルジエ通り 25番地

当初選任日：

2023年8月（共同オプショ

ン）

任期終了：

2025年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

2,500

略歴

クリスティーヌ・ガンドン氏は、パリ・グリニョン国立農学院（Institut national

agronomique de Paris Grignon、INAPG）を基礎農学、応用農学および企業経済学で卒業

したエンジニアである。同氏は、1995年から自身の農場の経営している。同氏は、2007

年にフェール・シャンプノワーズ・ソムス地方銀行に入行し、2009年から2016年までは

その会長、2016年以降は会長代理を務めている。2012年にノール・エスト地域銀行の取

締役に就任し、2017年以降はその会長である。

同氏は自身の地域で経済・社会団体へ参加し、加えてクレディ・アグリコル・グループ

において多数の役職を経験したことで、とりわけ、2020年からCAティートルの監督委員

会メンバー、2022年からはCAイタリア、4つのCAMCA機関（ミューチュエル、アシュラン

ス、クルタージュおよびレアシュランス）およびCOFILMOの取締役も務めている。また、

同氏は2021年から2023年までアムンディの取締役を、2019年から2023年までCAL&Fの取締

役を務めた。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役：アムンディ（2023年）、CAリーシング＆ファクトリング（2023年）、

ADICAM（2023年）、CENECA/CNMCCA（2023年）

 

その他の役職

・（RBを代表する）取締役：テラソリ（2023年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：ノール・エスト地域銀行

 

・会長代理：フェール・シャンプノワーズ・ソムス地方銀行

 

・取締役：CAイタリア、CAMCAミューチュエル、CAMCAアシュランス、CAMCAレアシュラン

ス、COFILMO

 

・監督委員会メンバー：CAMCAクルタージュ、CAティートル

 

その他の非上場企業

・（地域銀行を代表する）取締役および取締役会メンバー：B4Cバイオエコノミー・

フォー・チェンジ

 

・代表：エーヌおよびマルヌの農業会議所

 

・取締役：LRDルゼルヌ・ルシェルシュ・エ・デヴェロップモン

 

・取締役兼取締役会メンバー、取締役会に対するCNMCCAの代表：VIVEA

 

・代理メンバー：農業リスク国民委員会（CNGRA/CODAR/CNMCCA）

 

その他の役職

・マネージャー：EARLドゥ・モンテプルー、EARLペロ・オンラ、SCファテムジュ

 

 ニコル・グルムロン

当行における主要な役職：

・取締役

・戦略委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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年齢：61歳

フランス国籍

勤務先住所：

アトランティック－ヴェン

デ地域銀行

フランス、セデックス9、ナ

ント、44949、パリ通り

当初選任日：

2020年10月（取締役）

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

186

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券：

1,155

略歴

ニコル・グルムロン氏は、2019年1月からアトランティック－ヴェンデ地域銀行の最高経

営責任者を務めている。

同氏は、クレディ・アグリコル・アシュランス（2019年-2020年）およびパシフィカ

（2017年-2020年）の元会長で、クレディ・アグリコル・CIBおよびCAエジプトの元取締

役であり、現在はクレディ・アグリコル・エス・エー、LCL、CATSおよびクレディ・アグ

リコル・コンシューマー・ファイナンスの取締役である。同氏は、2022年6月にペイ・

ド・ラ・ロワール地域圏のFBF地域銀行委員会委員長を退任した。

ニコル・グルムロン氏は、HECマネジメントおよびITBの卒業生であり、その職歴のすべ

てをクレディ・アグリコル・グループで過ごし、1982年にフィニステール地域銀行に入

行した。同氏は、1999年にシャラント・ペリゴール地域銀行で商業・企業・マーケティ

ング・広報責任者に任命され、2002年にはアキテーヌ地域銀行の財務・戦略的マーケ

ティング・広報責任者を務めた。

同氏は、2004年にジェネラル・マネージャー代理に昇進し、2009年にプレディカのジェ

ネラル・マネージャー代理を務める前にノルマンディー地域銀行のジェネラル・マネー

ジャー代理に就任した。2010年、同氏はノルマンディー地域銀行の最高経営責任者に任

命されたが、2019年1月に辞任してアトランティック－ヴェンデ地域銀行の最高経営責任

者に就任した。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：パシフィカ・アシュランス（2020年）、クレディ・アグリコル・アシュランス

（2020年）

 

・取締役：プレディカ（2020年）、パシフィカ（2020年）、クレディ・アグリコル・ア

シュランス（2020年）

 

・取締役：クレディ・アグリコル・CIB（2019年）

 

その他の役職

・ペイ・ド・ラ・ロワール地域圏のFBF地域銀行委員会委員長（2022年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・アトランティック－ヴェンデ地域銀行最高経営責任者

 

・取締役：LCL、CATS

 

・取締役兼監査委員会委員長兼リスク委員会メンバー：CAPFM

 

・UNEXO、ACTICAM、CAPSのアトランティック－ヴェンデ地域銀行取締役

 

 マリアンヌ・レニョー

当行における主要な役職：

・独立取締役

・指名・統治委員会委員長

・社会的コミットメント委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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年齢：60歳

フランス国籍

勤務先住所：

エネディス

フランス、セデックス、パ

リ、ラ・デファンス、

92079、コロール広場 34番

地

当初選任日：

2021年5月

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

20

略歴

マリアンヌ・レニョー氏は、2020年2月からエネディスの業務執行委員会委員長を務め、

エネルギー移行に係る主要な問題および課題という観点から重要なセクターであるフラ

ンス最大の配電事業会社の取締役としての知見を取締役会にもたらしている。レニョー

氏は、フランス国籍を有する60歳で、ENS（École normale supérieure）セーヴル校にお

いて古典の修士号を取得し、パリ政治学院においてフランス文学の博士号を取得した。

同氏は、ENA（École nationale d’administration）卒業後に国務院で勤務した。同氏

は、2005年にEDFグループに加わり、法務ディレクター、業務執行委員会メンバー、秘書

役、人事責任者および国際ディレクターを歴任した後に、エネディスへ移った。同氏

は、シックス・フォーム・カレッジおよび大学に通う女生徒へ工学に関わるキャリアを

推進するエルズ・ブージェント協会の名誉会長であった。

過去5年間に終了した役職および職務

その他の上場企業

・グループ代表取締役副社長、EDF国際部門（2020年）

 

・コフィルートおよびオートルート・ドュ・シュド・ドゥ・ラ・フランス（Vinci

Autoroutes）取締役（2021年）

 

その他の非上場企業

・エネディス監督委員会委員長兼メンバー（2020年）

 

・EDFルミナス取締役（2020年）

 

・EDFインターナショナル会長（2020年）

 

・EDF再生可能エネルギーのEDEV取締役の常任代表者（2020年）

 

その他の役職

・取締役：パリの国際大学都市（2020年）

 

・理事：高等師範学校（École normale supérieure）（2023年）

 

・高等師範学校（École normale supérieure）同窓会（a-Ulm）会長（2023年）

 

その他の現在の役職および職務

その他の非上場企業

・業務執行委員会委員長：エネディス

 

その他の役職

・フォンダシオン・イノヴァシオン・プール・レ・ザプロンティサージュ（FIPA）会長

 

・ルノー財団（Fondation Renault）の取締役

 

 クリストフ・ルスール

当行における主要な役職：

・従業員株主を代表する取締役

・社会的コミットメント委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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年齢：52歳

フランス国籍

勤務先住所：

ノール・エスト地域銀行

フランス、ランス、51100、

リベルジエ通り 25番地

当初選任日：

2021年5月

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

83

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券：

693

略歴

マネジメント開発の修士号および経営科学の博士号を持つクリストフ・ルスール氏は、

ノール・エスト地域銀行においてリテール・バンキング・アドバイザーとして当行グ

ループのキャリアを開始した。同氏は、農業およびブドウ栽培ビジネス・アドバイザー

となり、その後、約10名の従業員からなる営業チームを管理し従業員の目標達成を手助

けするエージェンシー・ディレクターとなった。同氏は、2017年からISリスク管理の専

門家である。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・情報システム・リスク専門家

 

 パスカル・リュルー

当行における主要な役職：

・取締役

・報酬委員会メンバー

・リスク委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 537/1736



年齢：62歳

フランス国籍

勤務先住所：

ノルマンディー・セーヌ地

域銀行

フランス、セデックス、ボ

ワ・ギョーム、76238、シ

テ・ド・ラグリクルチュー

ルCS 70800

当初選任日：

2020年5月

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

404

略歴

パスカル・リュルー氏は、35年超前に農場管理のBTS（ brevet de technicien

supérieur）を取得して卒業したのちに兄弟と共に家族農場の経営拡大を開始し、その農

場は現在では14世帯の家族を支えている。同氏は、輸出志向型事業を含め農場経営の多

角化を始めた。同氏は、かなり初期の段階から、ISO 14001認証（国際的な環境マネジメ

ント規格）を受けた同氏の農場の事業の環境面での効果を取り入れ、果物および野菜部

門については2008年に国際的なGLOBALG.A.P認証を取得した。ドゥマン・ラ・テールのメ

ンバーとして、同氏は、果物および野菜の廃棄物ゼロへの取組みに関与している。同氏

はまた、クレディ・アグリコルの障害および雇用組合担当取締役である。同氏は、クレ

ディ・アグリコルにおいては、2014年以降ノルマンディー・セーヌ地域銀行の会長を務

めるなど30年超の経験を有しており、また農業食品業界における主力のプライベート・

エクイティ・プレーヤーであるユニグランの取締役である。

過去5年間に終了した役職および職務

その他の役職

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：ノルマンディー・セーヌ地域銀行

 

・取締役兼取締役会執行役員：SASリュ・ラ・ボエスィ

 

・取締役：HECA、ユニグラン・グループ

 

その他の役職

・SCEAボーリュー（農業）、SNCプレスタソル、アグリレコルト（農業法人）、SARLアグ

リ・ホールディング（農業法人の株式を所有する金融持株会社）マネージング・パー

トナー

 

・会長：FARM財団（2022年から）

 

・会長：CICA（2022年から）

 

 アレシア・モスカ

当行における主要な役職：

・独立取締役

・指名・統治委員会メンバー

・監査委員会メンバー

・米国リスク委員会メンバー

・報酬委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 538/1736



年齢：49歳

イタリア国籍

勤務先住所：

BM37

イタリア、ミラノ、20124、

ベネデット・マルチェッロ

通り 37番地

当初選任日：

2021年5月

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

1,000

略歴

政治学の博士号を持つアレシア・モスカ氏は、欧州議会のメンバーとして国際貿易委員

会に所属していたこともあり、キャリアを通して国際貿易の専門知識を身につけ、現在

はパリ政治学院において非常勤教授として政治学を教えている。同氏は、国際貿易委員

会の活動およびアジア（中国、日本、シンガポール）への介入を強調した議会報告書を

複数発表している。同氏は、カナダ、日本、ベトナムおよびシンガポールとの貿易協定

ならびにモロッコおよびチュニジアとの農業協定にも携わってきた。同氏は、イタリア

議会中道派の元議員で、2011年に取締役会の男女別割当に関するイタリアの法律を作成

し、同法律は同氏の名前にちなんで名付けられた（ゴルフォ・モスカ法）。

過去5年間に終了した役職および職務

その他の役職

・イタリアASAN協会事務局長（2021年）

 

その他の現在の役職および職務

その他の非上場企業

・取締役：ATM

 

その他の役職

・パリ政治学院非常勤教授

 

・ボッコーニ大学（イタリア）非常勤教授

 

・会長代理：イル・シエロ・イティネランテ協会

 

 アルノー・ルソー

当行における主要な役職：

・専門農業組織を代表する取締役

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 539/1736



年齢：50歳

フランス国籍

勤務先住所：

FNSEA

フランス、パリ、75008、

ボーム通り 11番地

当初選任日：

2024年5月
*

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

1

略歴

アルノー・ルソー氏は、340ヘクタールの区画を管理する農家であり、家族の農場で、主

にナタネ、ヒマワリ、小麦、ビーツ、トウモロコシ、大麦および農作物を栽培してい

る。

2017年2月に、同氏は2005年から取締役を務めるフランス油糧種子・タンパク作物生産者

連 合 会 （ FOP （ Fédération française des producteurs d'oléagineux et de

protéagineux））の会長に選任された。また、同氏は、フランスのオイルおよび植物性

タンパク質分野の産業および金融グループであるアヴリルの取締役会会長に任命され

た。

同氏は、2014年からFNSEAの取締役を務め、2020年7月に第一会長代理に、2023年には会

長に選任された。同氏は、特にCAPファイルおよび#ReseauFNSEA2025プロジェクトに責任

を負っている。

アルノー・ルソー氏は、2014年より同氏の地元（コミューン）トロシー－アン－ミュル

ティアンの首長を務めている。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

 

その他の現在の役職および職務

その他の非上場企業

・取締役会会長兼指名委員会委員長：アヴリル・ジェスティオン

 

・取締役会会長：SOFIPROTEOL

 

・会長代理：フランス油糧種子・タンパク作物生産者連合会（FOP）

 

・取締役：セポル、ルジウ・クリスタル、コミテ・スリー

 

その他の役職

・会長：全国農業経営者組合連合会（FNSEA）

 

・会長代理：FDSEA 77、地域農業会議所、ウルク地方コミューン共同体

 

・首長：トロシー－アン－ミュルティアン地区（コミューン）

 

・ジョイント・マネージャー：アンスティテュシオン・ルソー、SPONDEO

 

・マネージャー：SCEAフェルム・サン・ロラン

* 株主総会を含まない。

 

 キャロル・シルー

当行における主要な役職：

・独立取締役

・リスク委員会委員長

・米国リスク委員会委員長

・監査委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 540/1736



年齢：56歳

フランス国籍

勤務先住所：

エシフィナンス

フランス、パリ、75008、デ

ルカッセ通り 11番地

当初選任日：

2023年5月（取締役）

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

1,100

略歴

キャロル・シルー氏は、エシフィナンスの社長兼独立取締役で、30年間にわたり欧州お

よび米国で様々な執行役員の立場を経験してきた。

同氏はそのキャリアのほとんどをスタンダード・アンド・プアーズ・レーティングで過

ごし、金融サービスに携わってきた。2008年から2014年にかけてパリで格付会社の活動

のマネジメントを行った後、ニューヨークのS&P本社に入社し、規制遵守プログラムを導

入し、2016年にはS&Pグローバルのグループ・グローバル・コンプライアンスの責任者と

なった。2018年から2022年にかけて、同氏は、リスク管理およびESGに特化した自身のコ

ンサルタント会社を設立した。

サステナブル・ファイナンスに情熱を注ぐ同氏は、2022年6月に格付市場およびESGコン

サルタント市場における独立系機関であるエシフィナンスのCEOに任命され、その戦略計

画を加速させ、欧州におけるダブルマテリアリティ格付会社を発展させることを目標と

した。

同氏は金融、経営、法令遵守の知識だけでなく、国際的視点、特にニューヨークで過ご

した7年間（2014年から2022年）から得た米国の視点ももたらしている。

また、同氏は2021年よりMedefの統治委員会メンバーであり、2022年からはIFA（フラン

ス取締役協会）のESGグループメンバーである。

パリ政治学院卒業生であるキャロル・シルー氏は、パリ・ドーフィン大学で企業ファイ

ナンスの修士号を取得し、バージニア大学ダーデン経営大学院の経営プログラムを修了

している。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・無議決権取締役：クレディ・アグリコル・エス・エー（2023年）

 

その他の上場企業

・ユーロップカー・モビリティ・グループ（2022年）

 

その他の非上場企業

・独立取締役：アジョンス・フランス・ローカル（2022年）、キヴァリオ・リヨン（フ

ランス）（2022年）、エグザンヌ（2021年）

 

その他の役職

・国連インターナショナルスクール（2021年）

 

・パリ・ドーフィン財団

 

・サフィネイア・フランス

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役兼リスク委員会メンバー：クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・イ

ンベストメント・バンク

 

その他の非上場企業

・最高経営責任者：エシフィナンス

 

・創設パートナー：サフィネイア・アドバイザーズ・ニューヨーク

 

その他の役職

・メンバー：Medef統治委員会、IFA ESGグループ

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 541/1736



 ルイ・テルシニエ

当行における主要な役職：

・取締役

・指名・統治委員会メンバー

・戦略委員会メンバー

 

年齢：64歳

フランス国籍

勤務先住所：

シャラント－マリティー

ム・ドゥー－セーヴル地域

銀行

フランス、ラゴール、

17140、ルイ－タルディ通り

14番地

当初選任日：

2017年5月

任期終了：

2027年
*

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

4,014

略歴

農学および経営の専門的な研究を行った後、ルイ・テルシニエ氏は、主に経済および会

計監査の分野において、複数の専門的な研修コースを履修した。穀物およびブドウ園を

専門とする農業家である同氏は、5代前から生産および取引（コニャックおよびピノー・

デ・シャラント）を行っている一族の一人である。ルイ・テルシニエ氏は、フランスで2

番目に大きい穀物・脂肪種子輸出拠点であり、当初穀物ターミナル活動を志向して建設

された、6つの設備を有するSICAアトランティークの会長を務めている。2005年からサン

ト地区金庫の会長である同氏は、2006年にシャラント・マリティーム・ドゥー・セーヴ

ル地域銀行の取締役に選任され、2010年には会長代理となり、その後2015年には会長と

なった。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：シャラント－マリティーム・ドゥー－セーヴル地域銀行

 

・取締役：サント地区金庫、Cofisa、CAホーム・ローンSFH、CA FH SFH

 

その他の非上場企業

・業務執行委員会および監督委員会のメンバー：ジョン・ディア・ファイナンシャルSAS

 

その他の役職

・会長：SICAアトランティーク、クレディ・アグリコルCMDS寄付基金

 

・取締役：オセアリア、ソシエテ・デヴェロップモン・アトランティーク（Sodevat）、

ソシュパー

 

・マネージャー：GFA・デ・フォージュ

* 2025年5月14日の株主総会で年齢上限に達した。

 

 キャトリーヌ・アンブリクト

当行における主要な役職：

・従業員を代表する取締役

・報酬委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 542/1736



年齢：57歳

フランス国籍

勤務先住所：

クレディ・アグリコル・エ

ス・エー

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2021年6月

任期終了：

2027年
*

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券:

976

略歴

NEOMA経営大学院（Sup de Co Reims - Marketing & Communication）を卒業した後、

キャトリーヌ・アンブリクトは、GANのマーケティングおよび販売ネットワーク管理に携

わる部署でキャリアを開始した。1996年にまずは商品責任者としてパシフィカに入社し

た後、マルチチャネル開発マネージャーとなった。

同氏は、2013年にクレディ・アグリコル・エス・エーに加わり、グループ戦略的マーケ

ティング部門のマーケティング・マネージャーとして、とりわけデジタル・プロジェク

トを担当してきた。

同氏は、2018年にIS事業ラインの運営を担うITおよびデジタル変革部門のプロジェク

ト・マネージャーになり、2024年2月以降はグループ・デジタル・マーケティングおよび

デジタル体験部門のデジタル・パフォーマンスを統轄している。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・プロジェクト・マネージャー：デジタル改革・普及および開発部門

*株主総会を含まない。

 

 エリック・ヴィアル

当行における主要な役職：

・取締役

・戦略委員会メンバー

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 543/1736



年齢：56歳

フランス国籍

勤務先住所：

サヴォア地域銀行

フランス、アヌシー、

74985、アヌシー－ル－ヴィ

ウ、プレ－フェラン通り 4

番地、P.A.E. レ・グレザン

当初選任日：

2022年5月

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数:

2,670

略歴

エリック・ヴィアル氏は、2018年3月よりサヴォア地域銀行の会長である。

農業技術および農業経営のBTS（職業訓練証明書）を取得している同氏は、クレディ・ア

グリコルにおいて、また畜産農家として、協同組合分野と地域経済に携わってきた。サ

ヴォアで規模の大きい協同組合の1つであるサヴォア畜産農家協同組合の初代理事長で

あった同氏は、農業会議所の財務委員会および地域委員会のメンバー、AURIVA（南フラ

ンスの5つの受精・繁殖協同組合の協同組合連合）の会長代理でもあった。同氏の会社の

製品は、AOP-IGP（原産地呼称および地域表示を保護する）認証を取得しており、極めて

高い環境基準と健康基準について表彰されている。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・サヴォア地域銀行会長

 

・エシェル地区金庫会長

 

・CAインドスエズ・ウェルスの取締役兼リスクおよび法令遵守委員会メンバー

 

・会長：CFMインドスエズ・ウェルス・マネジメント

 

・投資ファンド監督委員会メンバー：ベンチャー

 

・取締役：SASリュ・ラ・ボエスィ、Sacamパーティシパシオン

 

その他の役職

・マリニエールGAEC農業協会の共同マネージャー

 

・取締役：CRMCCA（Confédération Régionale de la Mutualité, de la Coopération et

du Crédit Agricole）

 

 エリック・ウィルソン

当行における主要な役職：

・従業員を代表する取締役

・戦略委員会メンバー

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 544/1736



年齢：53歳

フランス国籍

勤務先住所：

クレディ・アグリコル・エ

ス・エー - MPA/DP

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2021年6月

任期終了：

2027年
*

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券:

2,013

略歴

ITBを卒業しESCP経営大学院のデジタル・マーケティング資格を持つエリック・ウィルソ

ンは、1993年にイル・ド・フランス地域銀行でキャリアを開始し、顧客関係における確

かな経験を積んだ。同氏は、民間市場および中小企業市場の両方において様々なアドバ

イザリーおよびネットワーク管理のポジションを務めている。

2007年、同氏は中小企業市場におけるeバンキングのプロジェクト・マネージャーとして

クレディ・アグリコル・エス・エーに入行し、その後2009年度末には、農業部門におい

てマーケティング・プランの開発および農業設備の資金調達の分野の責任者としてキャ

リアを重ねた。これにより、同氏は、フランスの青年農業組合との全国的な関係を深め

る機会を得た。この期間中、同氏は、とりわけ当行グループのプロジェクトの農業の部

門におけるいくつかのプロジェクトを立ち上げている。

2018年度初頭、同氏は、ブランドおよびコミュニケーション部門に加わり、メディア予

算を管理する責任者となった。2019年度末以降、同氏は、市場開発部門の民間企業マー

ケティング部門において不動産ファイナンスの提供および規制対象のローンを担当して

いる。

過去5年間に終了した役職および職務

・該当なし

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・住宅金融提供責任者：グループ・マーケティング部門

* 株主総会を含まない。

 

 パスカル・ベルジェ

当行における主要な役職：

・無議決権取締役（クレディ・アグリコル地域銀行の従業員代表）
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年齢：63歳

フランス国籍

勤務先住所：

フランシュ－コンテ地域銀

行

フランス、ブザンソン、

25000、エリゼ－キュズニエ

通り 11番地

当初選任日：

2021年5月（無議決権取締

役）

任期終了：

2027年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

10

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券：

2,622

略歴

パスカル・ベルジェ氏は商法においてDEA（専門研究課程）、農業法においてDESS（高等

専門職課程）の学位を有している。同氏は、最初は訴訟部門のポートフォリオ・マネー

ジャー（1988年-1992年）として、その後は研修部門のビジネス・マネージャー（1992年

-2005年）として、その職歴の大半をフランシュ－コンテ地域銀行で過ごした。それから

同氏は恒常的統制部門に加わり、その後内部監査人となった。2014年、同氏は革新およ

び変革部門に加わり、文書データベースの責任者となった。2017年4月に同氏は、広報担

当役員に就任した。同氏は、フランシュ－コンテ地域銀行労使協議会に選任された。

過去5年間に終了した役職および職務

・フランシュ－コンテ労使協議会財務担当者

 

・フランシュ－コンテ社会委員会秘書役

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・広報担当役員：フランシュ－コンテ地域銀行

 

・フランシュ－コンテ地域銀行の労使協議会財務担当者に選任された。

 

その他の役職

・ミュチュアリテ・ソシアル・アグリコル中央銀行の法定株主総会代理人

 

・フランシュ－コンテのミュチュアリテ・ソシアル・アグリコル銀行の取締役

 

 オリヴィエ・デポルト

当行における主要な役職：

・無議決権取締役
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年齢：59歳

フランス国籍

勤務先住所：

コート・ダルモール地域銀

行

フランス、プルフラガン、

22440、ラ・クロワ・チュア

ル、プラン通り 9番地

当初選任日：

2023年8月（無議決権取締

役）

任期終了：

2026年

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

611

略歴

オリヴィエ・デポルトは、農業専門職業資格を有する農場経営者である。同氏は2008年

にコート・ダルモール地域銀行の取締役に選任されたのち、2018年からは同銀行の会長

を務めている。同氏は当行グループと密接に関わっており、複数の決済機関（CAペイメ

ント・サービシズ、ペイメッド、SAS C2MSおよびドクサリア）、CAバンク・ポルスカお

よびSEFAの取締役を務めている。

過去5年間に終了した役職および職務

・取締役：COFILMOの取締役（2021年）、フリューラドリアの取締役（2022年）

 

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：コート・ダルモール地域銀行

 

・取締役：コルヌ地方銀行、CAペイメント・サービシズ、ペイメッド、ドクサリア（旧

DOXIO）、SAS C2MS（AVEMグループ）、ホールディングSASエスター・ワードライン

 

・取締役兼指名委員会および報酬委員会メンバー：CAバンク・ポルスカ

 

・業務執行委員会メンバー：サンテフィ

 

・監督委員会委員長：SEFA

 

・招待メンバー：CA SASリュ・ラ・ボエスィ

 

・会社秘書役および取締役会の財務担当者：CRMCCA（Confédération Nationale de la

Mutualité, de la Coopération et du Crédit Agricole）

 

・取締役会メンバー：フランス農業評議会（Conseil de l'agriculture française）

 

その他の役職

・パートナー：SCEAラ・ヴィル・エ・ブルデ

 

 ホセ・サントゥーチ

当行における主要な役職：

・無議決権取締役

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 547/1736



年齢：62歳

フランス国籍

勤務先住所：

クレディ・アグリコル、プ

ロヴァンス・コート・ダ

ジュール地域銀行

フランス、ドラギニャン、

83002、レ・ネギャディ

BP78、ポール・アレンヌ通

り

当初選任日：

2022年6月（無議決権取締

役）

任期終了：

2025年
*

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

2,590

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式に投資され

たFCPE（従業員持株制度）

受益証券：

13,229

略歴

農業経営および農業関連事業経営を学んだ後、ホセ・サントゥーチ氏は、フランス経済

金融大臣直属の農業副担当官としてブラジルのフランス大使館に勤め、公務員としての

キャリアをスタートさせた（1986年-1987年）。

同氏は1987年にクレディ・アグリコル・グループに入社し、ドゥー地域銀行でアナリス

トとして働き始めた。

1989年、同氏は、同銀行の農業市場部門責任者に任命され、同銀行が1992年にフラン

シュ－コンテ地域銀行となった後も、1999年まで勤務した。同氏はITBを1991年に卒業し

た。

法人支店マネージャーとして勤務した後、同氏は中小企業市場の責任者となり、そして

ローン・マネージャーに任命された。

2000年、同氏はヴァル－ドゥ－フランス地域銀行の最高財務責任者兼最高法人責任者に

任命され、2005年には、中西部地域銀行のジェネラル・マネージャー代理に任命され

た。

2010年、同氏はヴァル－ドゥ－フランス地域銀行の最高経営責任者に任命され、2015年

には、プロヴァンス・コート・ダジュール地域銀行の最高経営責任者に任命された。

2014年より、同氏はCA障害および雇用組合取締役である。

2015年、同氏はクレディ・アグリコル・テクノロジ・エ・セルヴィスの取締役会会長代

理に就任した。

2020年より、ホセ・サントゥーチ氏は、SOFIPACAおよびクレディ・アグリコル・アシュ

ランスの会長を務めている。

過去5年間に終了した役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役：コパルティ（2020年）

 

・会長代理：ユーロ・セキュリティーズ・パートナーズ（2021年）

 

・取締役：クレディ・アグリコル・ティートル（2021年）、CAホーム・ローンSFHの会長

兼リスク委員会メンバー（2022年）

 

・取締役： LCL（2023年）、監査委員会メンバー（2023年10月）、リスク委員会メン

バー

 

・無議決権取締役：パシフィカ（2023年）

 

・取締役：クレディ・アグリコル・アシュランス（CAA）、プレディカ、クレディ・アグ

リコル・アシュランス・ルトレット（2024年）

 

・クレディ・アグリコル・アシュランス（CAA）の監査委員会委員長（2024年）

 

・会長代理：ADICAM、GIEクレディ・アグリコル・テクノロジ・エ・セルヴィス（2024

年）

 

・クレディ・アグリコル・グループ・インフラストラクチャー・プラットフォーム（CA-

GIP）の取締役（2024年）

 

・取締役：SASリュ・ラ・ボエスィ、Firecaイノヴァシオン・エ・パーティシパシオン、

SNC Firecaポルタージュ・ドゥ・プロジェ、CA障害および雇用組合、クレディ・アグ

リコル・グループ・インフラストラクチャー・プラットフォーム（CA-GIP）、SAパシ

フィカ（2024年）

 

・FNCAの連邦局メンバー（2024年）

 

・最高経営責任者：プロヴァンス・コート・ダジュール地域銀行（2024年12月31日）
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・会長：SOFIPACA（2024年12月31日）

 

その他の現在の役職および職務

・該当なし

* 2025年6月に任期終了。

 

業務執行役員および経営機関の情報

 

業務執行役員の情報

 

 フィリップ・ブラサック

当行における主要な役職：

・最高経営責任者

・業務執行取締役

・業務執行委員会メンバー

 

年齢：65歳

フランス国籍

勤務先住所：クレディ・ア

グリコル

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2015年5月

略歴

フィリップ・ブラサック氏は、国立統計・行政経済学院（ENSAE）の卒業生であり、1982

年にクレディ・アグリコル・デュ・ガールに入社した。同氏は、複数の重要な役職を務

めた後、1994年に、現在のプロヴァンス・コート・ダジュール地域銀行であるデ・ザル

プ－マリティーム地域銀行のジェネラル・マネージャー代理に選任された。1999年、同

氏は、ケス・ナショナル・ドゥ・クレディ・アグリコル（CNCA）に地域銀行との関係取

締役として入社した。2001年、同氏はプロヴァンス・コート・ダジュール地域銀行の最

高経営責任者に任命された。同氏はまた、2010年にクレディ・アグリコル全国連合

（FNCA）の秘書役およびクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会会長代理に就任

した。2015年5月、同氏はクレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者に任命さ

れた。

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役会会長：クレディ・アグリコル・

CIB、報酬委員会メンバー

 

・会長：LCL

 

・取締役会会長：アムンディ、戦略・企業

社会的責任委員会メンバー

 

その他の役職

・業務執行委員会メンバー：フランス銀行

連盟委員長

直近5年以内に任期が満了した過去の役職お

よび職務

その他の役職

・フランス銀行連盟委員長（2023年）

 オリヴィエ・ガヴァルダ

当行における主要な役職：

・最高経営責任者代理、ユニバーサル・バンキング責任者

・業務執行取締役

・業務執行委員会メンバー
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年齢：61歳

フランス国籍

勤務先住所：クレディ・ア

グリコル・エス・エー

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2022年11月（最高経営責任

者代理）

2024年12月31日現在クレ

ディ・アグリコル・エス・

エーの株式に投資して保有

するFCPE（従業員持株制

度）の口数：

5,941

略歴

オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、そのキャリアのすべてをクレディ・アグリコルで積ん

だ。同氏は、1988年にミディ地域銀行に入社し、組織プロジェクト・マネージャー、支

店長、研修マネージャー、最終的にマーケティング・マネージャーを歴任した。1998

年、同氏は、地域マネージャーとしてパリ・エ・イル・ド・フランス地域銀行に入社し

た。2002年、同氏は、シュド・ローヌ－アルプ地域銀行のジェネラル・マネージャー代

理に選任され、開発および人事責任者となった。2007年1月1日、同氏は、シャンパー

ニュ・ブルゴーニュ地域銀行の最高経営責任者に選任された。2010年3月、オリヴィエ・

ガヴァルダ氏は、クレディ・アグリコル・エス・エーの地域銀行部門の責任者に選任さ

れた。2015年、同氏は、ジェネラル・マネージャー代理に選任され、クレディ・アグリ

コル・エス・エーの開発、顧客およびイノベーション部門の責任者となった。2016年、

同氏は、パリ・エ・イル・ド・フランス地域銀行の最高経営責任者に選任された。

オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、フランス国立工芸院で計量経済学の修士号ならびにコン

ピューターサイエンスおよび組織の高等専門職課程を有している。

2022年11月以降、オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、クレディ・アグリコル・エス・エーの

最高経営責任者代理としてユニバーサル・バンキング部門責任者を担当している。

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役会会長および指名委員会委員長：

CAPFM

 

・会長代理、取締役：CAイタリア

 

・取締役：クレディ・アグリコル・アシュ

ランス

 

・取締役、クレディ・アグリコル・エス・

エー常任代表者：パシフィカおよびクレ

ディ・アグリコル・アシュランス・ルト

レット

 

・会長代理、取締役およびクレディ・アグ

リコル・エス・エー常任代表者：プレ

ディカ

 

・会長：IDIA

 

・取締役：CAトランジシオン・エ・エネル

ジ（トランジシオン・エ・エネルジ）お

よびCAサンテ・エ・テリトワール（ヘル

ス・アンド・テリトリーズ）

 

・取締役：IFCAM

 

その他の役職

・取締役会メンバー：ワールドライン

直近5年以内に任期が満了した過去の役職お

よび職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：CAトランジシオン・エ・エネルジ

（トランジシオン・エ・エネルジ）

（2024年）

 

・クレディ・アグリコル・パリおよびイ

ル・ド・フランス地域銀行最高経営責任

者（2022年）

 

・クレディ・アグリコル・セルビア会長

（2022年）、CA-GIP会長（2022年）

 

・取締役：CAMCA（2020年）、クレディ・ア

グリコル・ペイメント・サービシズ

（2020年）、エドキアル（2022年）、ク

レディ・アグリコル・CIB（2022年）、

SASリュ・ラ・ボエスィ（2022年）

 

・会長：CATS（2022年）

 

・連邦局メンバー：FNCA（2022年）

 ジェローム・グリヴェ

当行における主要な役職：

・最高経営責任者代理、運営および管理部門責任者

・業務執行取締役

・業務執行委員会メンバー
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年齢：62歳

フランス国籍

勤務先住所：クレディ・ア

グリコル・エス・エー

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2022年9月（最高経営責任者

代理）

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

46,607

2024年 12月31日現在クレ

ディ・アグリコル・エス・

エーの株式に投資して保有

するFCPE（従業員持株制

度）の口数：

25,839

略歴

ジェローム・グリヴェ氏は、パリ政治学院（Institut d'études politiques）、国立行

政学院（École nationale d'administration）およびエセック経済商科大学院大学の卒

業生であり、1989年にフランスの総合金融検査団（Inspection générale des

finances）で勤務を開始した。同氏は、当時のアラン・ジュペ首相の欧州アドバイザー

を務めた後、1998年にクレディ・リヨネに入社し、フランスのコマーシャル・バンクの

財務および経営統制部門責任者を務めた。2001年、ジェローム・グリヴェ氏は、クレ

ディ・リヨネの戦略責任者に任命された。その後、同氏はクレディ・アグリコル・エ

ス・エーで同職を務めた。2004年にカリヨンで財務、事務局および戦略を担当後、2007

年に最高経営責任者代理に就任した。2010年末、ジェローム・グリヴェ氏はクレディ・

アグリコル・アシュランスの最高経営責任者およびプレディカの最高経営責任者に任命

された。2015年5月にクレディ・アグリコル・エス・エーのジェネラル・マネージャー代

理に就任し、グループ財務部門を担当。

2022年9月以降、ジェローム・グリヴェ氏は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高

経営責任者代理として運営および管理部門責任者を担当している。

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・取締役：CACEIS、CACEISバンク

 

・取締役、クレディ・アグリコル・エス・

エー常任代表者：CAイモビリエ、クレ

ディ・アグリコル・アシュランス

 

・会長、クレディ・アグリコル・エス・

エー常任代表者：SASエバーグリーン・モ

ンルージュ

 

・マネージャー、クレディ・アグリコル・

エス・エー常任代表者：SCIコンティヴェ

ル

 

・財務担当者：クレディ・アグリコル・ソ

リダリテ・デヴェロップモン財団

 

・会長：CACIF

 

その他の上場企業

・取締役、監査会計委員会メンバー、投資

委員会メンバー：Nexity

 

・取締役、プレディカの常任代表者：

Covivio

 

その他の役職

・監督委員会会長：預金保証・破綻処理基

金

 

・監督委員会メンバー：ブリーガ・ベン

チャーⅠ、ブリーガ・ベンチャーⅡ

直近5年以内に任期が満了した過去の役職お

よび職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・グループ財務部門担当のジェネラル・マ

ネージャー代理（2022年）

 

その他の役職

・監督委員会会長代理：預金保証・破綻処

理基金（2023年）

 

 グザヴィエ・ミュスカ

当行における主要な役職：

・クレディ・アグリコル・エス・エー最高経営責任者代理、大口顧客責任者

・業務執行取締役

・業務執行委員会メンバー
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年齢：64歳

フランス国籍

勤務先住所：クレディ・ア

グリコル・CIB

フランス、モンルージュ、

92120、合衆国広場 12番地

当初選任日：

2012年7月

2024年12月31日現在保有す

るクレディ・アグリコル・

エス・エー株式の数：

18,192

2024年 12月31日現在クレ

ディ・アグリコル・エス・

エーの株式に投資して保有

するFCPE（従業員持株制

度）の口数：

1,424

略歴

グザヴィエ・ミュスカ氏は、パリ政治学院（Institut d'études politiques）および国

立行政学院（École nationale d'administration）の卒業生であり、1985年に総合金融

検査団（Inspection générale des finances）で勤務を開始した。同氏は、1989年に財

務局に入局し、1990年に欧州局長に就任した。同氏は1993年に内閣閣僚の職務に就き、

1995年に財務局に復帰した。同氏は、2002年から2004年までの間、当時の経済・財務・

産業大臣であるフランシス・メール氏の第一私設秘書を務め、その後、2004年に財務局

長に任命された。同氏は、2009年に、フランス大統領の事務局長代理に就任して経済問

題を担当し、2011年にフランス大統領の事務局長に就任した。2012年、グザヴィエ・

ミュスカ氏は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者代理に任命され、

国際リテール・バンキング、資産運用および保険に関する責任者を務めた。同氏は、

2015年5月以降、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者代理であり、2022

年9月以降、最高経営責任者代理として大口顧客責任者を担当している。また、クレ

ディ・アグリコル・CIBの最高経営責任者に任命された。

その他の現在の役職および職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長兼指名委員会委員長：CACEIS、

CACEISバンク

 

・最高経営責任者：クレディ・アグリコ

ル・CIB

 

その他の上場企業

・取締役兼監査委員会委員長：キャップ・

ジェミニ

 

その他の役職

・取締役：AROP

 

・取締役：オペラ・ド・パリ

直近5年以内に任期が満了した過去の役職お

よび職務

クレディ・アグリコル・グループ企業

・会長：CACF（2022年）

 

その他の上場企業

・アムンディ会長（2022年）

 

その他の非上場企業

・会長代理：プレディカ、CAイタリア

（2022年）

 

・取締役：クレディ・アグリコル・アシュ

ランス（2022年）

クレディ・アグリコル・エス・エー常任

代表者：パシフィカ（2022年）

 

ガバナンス組織の変更

 

2025年1月1日現在の業務執行委員会の構成

 

最高経営責任者 フィリップ・ブラサック

最高経営責任者代理、ユニバーサル・バンキング責任者 オリヴィエ・ガヴァルダ

最高経営責任者代理、指導および管理部門責任者 ジェローム・グリヴェ

最高経営責任者代理、大口顧客責任者 グザヴィエ・ミュスカ

アムンディ最高経営責任者 ヴァレリ・ボードソン

最高リスク責任者 アレクサンドラ・ボレスワフスキ

最高サステナビリティ＆インパクト責任者 エリック・カンポ

グループ人事責任者 ベネデイクト・クレティアン

クレディ・アグリコル・アシュランス最高経営責任者 ニコラ・ドゥニ

秘書役 ヴェロニク・フォジュール

ジェネラル・マネージャー代理、顧客および開発部門責

任者

ジェラルド・グレゴワール

LCL最高経営責任者 セルジュ・マグドレーヌ

クレディ・アグリコル・イタリア責任者 ジャンピエロ・マイオリ
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ジェネラル・マネージャー代理、技術、デジタルおよび

支払部門責任者

ジャン－ポール・マゾワイエ

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス

最高経営責任者

ステファン・プリアミ

内部監査責任者 ロランス・ルノー

法令遵守責任者 ユベール・レニエ

 

2025年1月2日現在の経営委員会の構成

経営委員会は、業務執行委員会メンバーおよび以下の者により構成されている。

 

広報責任者 アルバン・オーコワン

クレディ・アグリコル・CIB最高経営責任者代理－資金調

達

ジャン－フランソワ・バライ

アムンディの機関・法人顧客部門およびESG責任者 ジャン－ジャック・バルベリス

クレディ・アグリコル・CIB最高経営責任者代理兼財務

ディレクター

オリヴィエ・ベロルジ

CA-GIP最高経営責任者 オリヴィエ・ビトン

市場開発責任者 フロランス・ビュルダン

アムンディの最高経営責任者代理兼戦略・財務・管理部

門責任者

ニコラ・カルクアン

CAオート・バンク最高経営責任者兼CAPFM国際提携責任者 ジャコモ・カレリ

グループ調達責任者 ベルトラン・シュヴァリエ

広報責任者 ジュリー・ド・ラ・パルム

アジア・パシフィック上級地域役員 ジャン－フランソワ・ドゥロッシュ

アゴス・ドゥカート最高経営責任者 フランソワ－エドゥアール・ドリオン

南北アメリカ上級地域役員兼米国上級国外役員 ステファン・デュクロワゼ

CAトランジシオン・エ・エネルジ最高経営責任者 ジャン－ポール・デュアメル

戦略的調査責任者 セルマ・デュポン・ドリッシ

CAWL最高経営責任者 メリエム・エチェルフィ

グループ財務責任者 ポール・フーベール

ジェネラル・マネージャー代理兼クレディ・アグリコ

ル・CIBのグローバル・カバレッジおよびインベストメン

ト・バンキング責任者

ディディエ・ガフィネル

クレディ・アグリコル・CIB最高経営責任者代理兼グロー

バル・マーケッツ部門責任者

ピエール・ゲイ

CAイタリア最高経営責任者代理 ロベルト・ギセリーニ

CAサンテ・エ・テリトワール最高経営責任者 ピエール・ギヨショー

チーフ・エコノミスト イザベル・ジョブ－バジーユ

国際銀行開発責任者 ミシェル・ル・マソン

アムンディ最高業務責任者 ギョーム・ルサージュ

クレディ・アグリコル・ペイメント・サービシズ最高経

営責任者

フィリップ・マルケッティ

BforBank最高経営責任者 ジャン－ベルナール・マス
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変革、販売およびデジタル開発責任者 ピエール・メトゥジュ

CACEIS最高経営責任者 ジャン－ピエール・ミハウォフスキ

アムンディ最高投資責任者 ヴァンサン・モルチエ

クレディ・アグリコル・バンク・ポルスカ最高経営責任

者兼グループ上級国外役員（ポーランド）

ベルナール・ミュスレ

LCLのコーポレート、機関および資産管理部門責任者 オリヴィエ・ニコラ

地域銀行対応責任者 ギレム・ヌーベル－アロー

ソフィンコ最高経営責任者 フランク・オニガ

パシフィカ最高経営責任者およびクレディ・アグリコ

ル・アシュランス最高経営責任者代理

ギヨーム・オレッキン

CAインドスエズ資産管理最高経営責任者 ジャック・プロスト

CAイタリア最高経営責任者代理、リテール・バンキン

グ、プライベートおよびデジタル担当

ヴィットリオ・ラット

アムンディのイタリア国内最高経営責任者 チンジア・タリアブエ

アグリ・アグロ・保証・資金開発部門責任者 ジャン－ピエール・トゥゼ

クレディ・アグリコル・エジプトマネージング・ディレ

クター兼グループ上級国外役員（エジプト）

ジャン－ピエール・トリネル

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタ

リング最高経営責任者

エルヴェ・ヴァリヨン

法務責任者 フランシ・ヴィカリ

クレディ・アグリコル・イモビリエ最高経営責任者 ヴァレリ・ヴァンケ

 

行われた当行株式の取引

　フランス通貨金融法典第L.621-18-2条に規定される取締役会メンバー、最高経営責任者、最高経営責任者

代理およびクレディ・アグリコル・エス・エーの発展および戦略に関して決定を下す権限を有する者ならび

にその他の者による、2024事業年度における最高額の合計が20,000ユーロを超えた当行株式の証券取引に関

する概要（フランス通貨金融法典第L.621-18-2条およびフランス金融市場機関の一般規則第223-23条に従

う。）

　フランス通貨金融法典第L.621-18-2条およびフランス金融市場機関の一般規則第223-23条に従い、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーにより発行された金融商品に関する合計20,000ユーロの上限を超えた取引

は、フランス金融市場機関への特別報告書の対象となる。

 

名前および役職名 業務執行役員の個人的な能力および関連当事者により行わ

れた取引

SASラ・ボエスィ

大株主 12.4728ユーロで、76,965,940株を取得

 

当行株式の取引に関する、取締役に対する規制および介入措置についての特定の規則

　各取締役は、当然ながら「恒常的内部関係者」であることから、取締役がクレディ・アグリコル・エス・

エー株式の取引を行う際に適用される、申込み／禁止の「期間」に関する規定が適用される。これらの期間

の日付は、翌事業年度については年度末に取締役に伝えられる。

　管理または経営に関わる機関の構成員とクレディ・アグリコル・エス・エーまたはその子会社との間の契

約で、かつかかる契約の条項に基づき利益の供与をもたらす業務契約は存在しない。
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　当行が認識する限り、クレディ・アグリコル・エス・エーの会社役員、取締役、最高経営責任者および最

高経営責任者代理の間で家族関係は存在しない。

　クレディ・アグリコル・エス・エーは、2025年5月14日の株主総会での取締役会のコーポレート・ガバナン

スに関する報告書（本有価証券報告書に盛り込まれている。）に記載されるとおり、フランスにおいて施行

されているコーポレート・ガバナンスのシステムを遵守している。フランス商法（Code de Commerce）第

L.225-37条、第L.225-37-4条および第L.22-10-10条において定められた報告書を作成するために当行が参照

する規約は、2022年12月に改正されたAFEP/MEDEF規約である。

　当行が認識する限り、本書の日付現在までの過去5年間において、クレディ・アグリコル・エス・エーの管

理または経営に関わる機関の構成員で、詐欺による有罪判決を受けた者はいない。

　当行が認識する限り、本書の日付現在までの過去5年間において、クレディ・アグリコル・エス・エーの管

理または経営に関わる機関の構成員で、押収または清算による破産の通知を受けた者はいない。

 

株主の事後投票に提出された2024年度の会社役員の報酬に関する報告

 

取締役会会長

 

－取締役会会長であるドミニク･ルフェーヴル氏に対して2024事業年度に支払われる報酬または2024事業年度

について付与される報酬に関する事項で、株主の事後投票を要するもの

 

 金額 表示

固定報酬 625,000ユーロ ドミニク・ルフェーヴル氏は、625,000ユーロの年間固定

報酬を受領する。この報酬額は、2024年5月22日の株主総

会で承認された。

年間変動報酬 - ドミニク・ルフェーヴル氏は、変動報酬を受領する資格を

有しない。

長期変動報酬   

周辺報酬

特別報酬 - ドミニク・ルフェーヴル氏は、特別報酬を受領する資格を

有しない。

取締役報酬 - ドミニク・ルフェーヴル氏は、当行グループの企業におけ

る役職について在任期間中または任期満了時に支払われる

取締役報酬の受領につき権利放棄した。

補完年金制度 - ドミニク・ルフェーヴル氏は、当行グループの補完年金制

度に加入していない。

現物給付 - ドミニク・ルフェーヴル氏は、現物給付を受領していな

い。

 

－当行によるあらゆる態様のコミットメントのうち、関連当事者契約およびコミットメントに関する手続の

一環として株主総会で決議されたもの

 

 金額 表示

周辺報酬

退職慰労金 - ドミニク･ルフェーヴル氏は、退職慰労金を受領する資格を

有しない。

競業避止条項に関する報酬 - ドミニク・ルフェーヴル氏は、競業避止条項に関する報酬

を受領する資格を有しない。

 

業務執行会社役員
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最高経営責任者であるフィリップ・ブラサック氏に対して2024事業年度について支払われる報酬または付与

される報酬に関する事項で、株主の事後投票を要するもの

 

－2024事業年度について支払われる報酬または付与される報酬に関する事項で、2025年5月14日の株主総会の

承認を要するもの

 

 金額 表示

固定報酬 1,100,000ユーロ 2018年5月以降、フィリップ・ブラサック氏は、1,100,000

ユーロの年間固定報酬を受領している。

年間変動報酬 1,320,000ユーロ 年間変動報酬の金額は、2024年2月7日の取締役会で決定さ

れ、2024年5月22日の株主総会により承認された財務的基

準および非財務的基準の達成を考慮して、以下の基準に基

づいて決定された。

・財務的基準の達成水準：118.3％

・非財務的基準の達成水準：124.1％

これらの基準達成の詳細については、「業務執行会社役

員」のとおりである。

結果として、報酬委員会からの提案を受け、2025年2月4日

の取締役会において、目標達成率は120.6％を記録し、

フィリップ・ブラサック氏の2024事業年度の変動報酬の金

額は、1,320,000ユーロ（つまり年間変動報酬の上限）に

設定された。

うち、非繰延部分の現金 264,000ユーロ 年間変動報酬の20％（264,000ユーロ）は、2025年5月に支

払われる予定である。

うち、非繰延部分のクレディ・

アグリコル・エス・エーの株式

に基づく現金

264,000ユーロ 年間変動報酬の20％（264,000ユーロ）は、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの株価に連動しており、2026年3月

に支払われる予定である。

うち、繰延部分の現金 396,000ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（396,000ユーロ）は、

現金で付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権

利確定し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件

とする。

うち、繰延部分のクレディ・ア

グリコル・エス・エーの株式に

基づく現金

396,000ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（396,000ユーロ）は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式に基づき現金で

付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権利確定

し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件とす

る。

長期変動報酬 169,630ユーロ

（2025年2月3日現在の

IFRS第2号に従い評価さ

れる。）

2025年2月4日の取締役会において、フィリップ・ブラサッ

ク氏に18,857株を付与することを決定した。

2024年度に決定したかかる長期変動報酬の特徴は、以下の

とおりである。

・目標の120％の業績水準を達成した場合に付与すること

ができる株式の最大数に応じた報酬（業績水準の達成に

応じて付与される数は、年間固定報酬の20％に相当す

る。）。

・権利確定後1年間のロックアップ期間経過後、参加およ

び（金融、株式市場、環境および社会的な）履行条件の

達成を条件として、5年後に権利確定する（なお、毎年

付与される株式のうち30％は、任期の終了まで譲渡不能

である。）。

・2025年5月14日の第33回株主総会決議を条件として付与

される。資本金の0.001％未満に相当する報酬。

周辺報酬

特別報酬 - フィリップ・ブラサック氏は、2024年度について特別報酬

を受領していない。
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取締役在任期間報酬 - フィリップ・ブラサック氏は、当行グループの企業の取締

役としての全在任期間中、取締役報酬の受領につき権利放

棄した。

現物給付 8,170ユーロ フィリップ・ブラサック氏は、社用車を保有している。

補完年金制度 - 2024事業年度について、フィリップ・ブラサック氏に支払

われるべき補完年金額はない。フィリップ・ブラサック氏

の補完年金の年間個人受給資格および条件付個人受給資格

（2024年12月31日現在）の内訳は、以下のとおりである。

・確定拠出型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

14,000ユーロ

・確定給付型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

603,000ユーロ

強制加入の退職給付制度により見積もられる年金と併せ

て、これらの補完年金の受給資格の推定総額は、すべての

制度における、報告期間現在のフランスの社会保障による

給付金の年間の上限の16倍とする契約上の上限が適用され

る。

確定給付型補完年金制度に基づく受給資格の不確定分は、

2024年12月31日現在の基準報酬額の34％に相当する上限が

設定された後、2019年12月31日現在における37年間の勤務

記録をもとに見積もられる。

公表推定額は、報告期間末日現在に適用される税金および

社会保障費、特に個人が支払う所得税ならびに受益者が支

払う7％および14％の補完的拠出金を差し引く前の総額であ

り、かかる税金および社会保障費は確定給付型補完年金制

度に基づき支払われる終身年金から控除される。

 

－2024年度に支払われる報酬に関する事項

　2024年5月22日の株主総会で承認された金額に従い、フィリップ・ブラサック氏は、2023年度の2024年度計

画に基づき非繰延変動報酬264,000ユーロ、2022年度の2023年度計画に基づき非繰延変動報酬315,976ユーロ

ならびに2020年度の2021年度計画、2021年度の2022年度計画および2022年度の2023年度計画に基づき付与さ

れる繰延変動報酬トランシェ533,592ユーロを受領した。

 

計画 トランシェ  権利確定率 支払われた額

2023年度の2024年度計画 現金 非繰延変動報酬 - 264,000ユーロ

2022年度の2023年度計画 株価に連動する現金 非繰延変動報酬 - 315,976ユーロ

2022年度の2023年度計画 現 金 の 第 1 ト ラ ン

シェ

権利確定後の繰延変

動報酬
100％ 74,640ユーロ

2021年度の2022年度計画 株価に連動する現金

の第1トランシェ

権利確定後の繰延変

動報酬
70.10％ 58,287ユーロ

2021年度の2022年度計画 現金の第2トラン

シェ

権利確定後の繰延変

動報酬
100％ 79,200ユーロ

2020年度の2021年度計画 株価に連動する現金

の第3トランシェ

権利確定後の繰延変

動報酬
96.73％ 321,465ユーロ

 

　これらの支払は、2020年度、2021年度、2022年度、2023年度および2024年度の株主総会により承認された

報酬方針の適用ならびに2021年度、2022年度、2023年度および2024年度の株主総会により承認された変動報

酬額によるものである。

　権利確定率の達成の詳細については、「業務執行会社役員」のとおりである。

 

－当行によるあらゆる態様のコミットメントのうち、関連当事者契約およびコミットメントに関する手続の

一環として株主総会で決議されたもの
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 金額 表示

周辺報酬

退職慰労金 - クレディ・アグリコル・エス・エーが、フィリップ・ブラ

サック氏の任期を終了させた場合、同氏は退職慰労金を受

領する。

競業避止条項に関する報酬 - フィリップ・ブラサック氏は、最高経営責任者を退任した

場合、その理由の如何を問わず、2015年5月19日に取締役会

により承認され、2016年5月19日の株主総会において承認さ

れたとおり、同氏はその任期の終了日から1年間、競業避止

条項に拘束されることがある。

 

最高経営責任者代理であるオリヴィエ・ガヴァルダ氏に対して2024事業年度について支払われる報酬または

付与される報酬に関する事項で、株主の事後投票を要するもの

 

－2024事業年度について支払われる報酬または付与される報酬に関する事項で、2025年5月14日の株主総会の

承認を要するもの

 

 金額 表示

固定報酬 700,000ユーロ オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、700,000ユーロの年間固定

報酬を受領している。

年間変動報酬 647,500ユーロ 年間変動報酬の金額は、2024年2月7日の取締役会で決定さ

れ、2024年5月22日の株主総会により承認された財務的基

準および非財務的基準の達成を考慮して、以下の基準に基

づいて決定された。

・財務的基準の達成水準：109.8％

・非財務的基準の達成水準：124.3％

これらの目標達成の詳細については、「業務執行会社役

員」のとおりである。

結果として、報酬委員会からの提案を受け、2025年2月4日

の取締役会において、2024事業年度についてオリヴィエ・

ガヴァルダ氏の変動報酬の金額は、647,500ユーロ（つま

り目標達成率は115.6％）に設定された。

うち、非繰延部分の現金 129,500ユーロ 年間変動報酬の20％（129,500ユーロ）は、2025年5月に支

払われる予定である。

うち、非繰延部分のクレディ・

アグリコル・エス・エーの株式

に基づく現金

129,500ユーロ 年間変動報酬の20％（129,500ユーロ）は、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの株価に連動しており、2026年3月

に支払われる予定である。

うち、繰延部分の現金 194,250ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（194,250ユーロ）は、

現金で付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権

利確定し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件

とする。

うち、繰延部分のクレディ・ア

グリコル・エス・エーの株式に

基づく現金

194,250ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（194,250ユーロ）は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式に基づき現金で

付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権利確定

し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件とす

る。
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長期変動報酬 107,947ユーロ（2025年2

月3日現在のIFRS第2号に

従い評価される。）

2025年2月4日の取締役会において、オリヴィエ・ガヴァル

ダ氏に12,000株を付与することを決定した。

2024年度について付与された長期変動報酬の特徴は、以下

のとおりである。

・目標の120％の業績水準を達成した場合に付与すること

ができる株式の最大数に応じた報酬（業績水準の達成に

応じて付与される数は、年間固定報酬の20％に相当す

る。）。

・権利確定後1年間のロックアップ期間経過後、参加およ

び（金融、株式市場、環境および社会的な）履行条件の

達成を条件として、5年後に権利確定する（なお、毎年

付与される株式のうち30％は、任期の終了まで譲渡不能

である。）。

・2025年5月14日の第33回株主総会決議を条件として付与

される。資本金の0.001％未満に相当する報酬。

周辺報酬

特別報酬 - オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、2024年度について特別報酬

を受領していない。

取締役在任期間報酬 - オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、当行グループの企業の取締

役としての全在任期間中、取締役報酬の受領につき権利放

棄した。

現物給付 6,551ユーロ オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、社用車を保有している。

補完年金制度 オリヴィエ・ガヴァルダ氏の補完年金の年間個人受給資格

および条件付個人受給資格（2024年12月31日現在）の内訳

は、以下のとおりである。

・確定拠出型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

8,000ユーロ

・確定給付型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

621,000ユーロ

確定給付型補完年金制度に基づく受給資格の不確定分は、

2024年12月31日現在の基準報酬額の61％に相当する上限が

設定された後、2019年12月31日に記録された31年間の勤務

記録をもとに見積もられる。公表推定額は、報告期間末日

現在適用される税金および社会保障費、特に個人が支払う

所得税ならびに受益者が支払う7％および14％の補完的拠

出金を差し引く前の総額であり、かかる税金および社会保

障費は確定給付型補完年金制度に基づき支払われる終身年

金から控除される。

 

－2024年度に支払われる報酬に関する事項

　2024年5月22日の株主総会で承認された金額に従い、オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、2023年度の2024年度計

画に基づき非繰延変動報酬131,460ユーロ、2022年度の2023年度計画に基づき付与される非繰延変動報酬

26,610ユーロおよび2022年度の2023年度計画に基づき付与される繰延変動報酬トランシェ6,286ユーロを受領

した。

 

計画 トランシェ  権利確定率 支払われた額

2023年度の2024年度計画 現金 非繰延変動報酬 - 131,460ユーロ

2022年度の2023年度計画 株価に連動する現金 非繰延変動報酬 - 26,610ユーロ

2022年度の2023年度計画 現金の第1トラン

シェ

権利確定後の繰延変動

報酬
100％ 6,286ユーロ

 

　これらの支払は、2023年度および2024年度の株主総会により承認された報酬方針の適用および2023年度お

よび2024年度の株主総会により承認され、付与された変動報酬額によるものである。

　権利確定率の達成の詳細については、「業務執行会社役員」のとおりである。
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－当行によるあらゆる態様のコミットメントのうち、関連当事者契約およびコミットメントに関する手続の

一環として株主総会で決議されたもの

 

 金額 表示

周辺報酬

退職慰労金 - クレディ・アグリコル・エス・エーが、オリヴィエ・ガ

ヴァルダ氏との契約を終了させた場合、同氏は退職慰労金

を受領する。

競業避止条項に関する補償金 - オリヴィエ・ガヴァルダ氏は、最高経営責任者代理を退任

した場合、その理由の如何を問わず、その任期の終了日か

ら1年間、競業避止条項に拘束されることがある。

 

最高経営責任者代理であるジェローム・グリヴェ氏に対して2024事業年度について支払われる報酬または付

与される報酬に関する事項で、株主の事後投票を要するもの

　ジェローム・グリヴェ氏の報酬のうち、会社役員としての地位ではなく同氏の雇用契約に基づくものは、

2025年5月14日の株主総会による投票を要しない。

 

－2024事業年度について支払われる報酬または付与される報酬に関する事項で、2025年5月14日の株主総会の

承認を要するもの

 

 金額 表示

固定報酬 700,000ユーロ ジェローム・グリヴェ氏は、700,000ユーロの年間固定報

酬を受領している。

年間変動報酬

 

674,600ユーロ 年間変動報酬の金額は、2024年2月7日の取締役会で決定さ

れ、2024年5月22日の株主総会により承認された財務的基

準および非財務的基準の達成を考慮して、以下の基準に基

づいて決定された。

・財務的基準の達成水準：118.3％

・非財務的基準の達成水準：123.8％

これらの目標達成の詳細については、「業務執行会社役

員」のとおりである。

結果として、報酬委員会からの提案を受け、2025年2月4日

の取締役会において、2024事業年度についてジェローム・

グリヴェ氏の変動報酬の金額は、674,600ユーロ（つまり

目標達成率は120.5％）に設定された。

うち、非繰延部分の現金 134,920ユーロ 年間変動報酬の20％（134,920ユーロ）は、2025年5月に支

払われる予定である。

うち、非繰延部分のクレディ・

アグリコル・エス・エーの株式

に基づく現金

134,920ユーロ 年間変動報酬の20％（134,920ユーロ）は、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの株価に連動しており、2026年3月

に支払われる予定である。

うち、繰延部分の現金 202,380ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（202,380ユーロ）は、

現金で付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権

利確定し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件

とする。

うち、繰延部分のクレディ・ア

グリコル・エス・エーの株式に

基づく現金

202,380ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（202,380ユーロ）は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式に基づき現金で

付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権利確定

し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件とす

る。
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長期変動報酬 107,947ユーロ（2025年2

月3日現在のIFRS第2号に

従い評価される。）

2025年2月4日の取締役会において、ジェローム・グリヴェ

氏に12,000株を付与することを決定した。

2024年度において付与された長期変動報酬の特徴は、以下

のとおりである。

・目標の120％の業績水準を達成した場合に付与すること

ができる株式の最大数に応じた報酬（業績水準の達成に

応じて付与される数は、年間固定報酬の20％に相当す

る。）。

・権利確定後1年間のロックアップ期間経過後、参加およ

び（金融、株式市場、環境および社会的な）履行条件の

達成を条件として、5年後に権利確定する（なお、毎年

付与される株式のうち30％は、任期の終了まで譲渡不能

である。）。

・2025年5月14日の第33回株主総会決議を条件として付与

される。資本金の0.001％未満に相当する報酬。

周辺報酬

特別報酬 - ジェローム・グリヴェ氏は、2024年度について特別報酬を

受領していない。

取締役在任期間報酬 - ジェローム・グリヴェ氏は、当行グループの企業の取締役

としての全在任期間中、取締役報酬の受領につき権利放棄

した。

現物給付 6,636ユーロ ジェローム・グリヴェ氏は、社用車を保有している。

補完年金制度 補完年金制度への拠出

（第82条）：

140,000ユーロ

ジェローム・グリヴェ氏の補完年金の年間個人受給資格お

よび条件付個人受給資格（2024年12月31日現在）の内訳

は、以下のとおりである。

・確定拠出型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

14,000ユーロ

・確定給付型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

164,000ユーロ

確定給付型補完年金制度に基づく受給資格の不確定分は、

2024年12月31日現在の基準報酬額の15％に相当する上限が

設定された後、2019年12月31日に記録された10年間の勤務

記録をもとに見積もられる。公表推定額は、報告期間末日

現在適用される税金および社会保障費、特に個人が支払う

所得税ならびに受益者が支払う7％および14％の補完的拠

出金を差し引く前の総額であり、かかる税金および社会保

障費は確定給付型補完年金制度に基づき支払われる終身年

金から控除される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2020年1月1日以

降、業務執行役員が当行の支援を受けて退任に備えた貯蓄

を積み立てることができる拠出制度を定めた第82条を制定

した。当該制度は、年間固定報酬として当行から20％の利

率で支払われる年間報酬につき規定している。ジェロー

ム・グリヴェ氏の場合、2024年度に係る拠出金は、繰延年

間変動報酬の権利確定のための達成条件を満たすことが条

件である。2024年1月1日から12月31日までの期間につい

て、拠出は、140,000ユーロである。

 

－2024年度に支払われる報酬に関する事項

　2024年5月22日の株主総会で承認された金額に従い、ジェローム・グリヴェ氏は、2023年度の2024年度計画に

基づき付与される非繰延変動報酬137,400ユーロ、2022年度の2023年度計画に基づき付与される非繰延変動報

酬53,035ユーロおよび2022年度の2023年度計画に基づき付与される権利確定後の繰延変動報酬12,528ユーロ

を受領した。

 

計画 トランシェ  権利確定率 支払われた額
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2023年度の2024年度計画 現金 非繰延変動報酬 - 137,400ユーロ

2022年度の2023年度計画 株価に連動する現

金

非繰延変動報酬
- 53,035ユーロ

2022年度の2023年度計画 現金の第1トラン

シェ

権利確定後の繰延変動

報酬
100％ 12,528ユーロ

 

　これらの支払は、2023年度および2024年度の株主総会により承認された報酬方針の適用および2023年度お

よび2024年度の株主総会により承認され、付与された変動報酬額によるものである。

　権利確定率の達成の詳細については、「業務執行会社役員」のとおりである。

 

－当行によるあらゆる態様のコミットメントのうち、関連当事者契約およびコミットメントに関する手続の

一環として株主総会で決議されたもの

 

 金額 表示

周辺報酬

退職慰労金 - クレディ・アグリコル・エス・エーが、ジェローム・グリ

ヴェ氏との契約を終了させた場合、同氏は退職慰労金を受

領する。

競業避止条項に関する補償金 - ジェローム・グリヴェ氏は、最高経営責任者代理を退任し

た場合、その理由の如何を問わず、その任期の終了日から1

年間、競業避止条項に拘束されることがある。

 

最高経営責任者代理であるグザヴィエ・ミュスカ氏に対して2024事業年度について支払われる報酬または付

与される報酬に関する事項で、株主の事後投票を要するもの

 

－2024事業年度について支払われる報酬または付与される報酬に関する事項で、2025年5月14日の株主総会の

承認を要するもの

 

 金額 表示

固定報酬 1,000,000ユーロ グザヴィエ・ミュスカ氏は、2023年1月より、株主総会に

より承認された1,000,000ユーロの年間固定報酬を受領し

ている。

年間変動報酬 949,600ユーロ 年間変動報酬の金額は、2024年2月7日の取締役会で決定さ

れ、2024年5月22日の株主総会により承認された財務的基

準および非財務的基準の達成を考慮して、以下の基準に基

づいて決定された。

・財務的基準の達成水準：115.3％

・非財務的基準の達成水準：123.8％

これらの目標達成の詳細については、「業務執行会社役

員」のとおりである。

結果として、報酬委員会からの提案を受け、2025年2月4日

の取締役会において、2024事業年度についてグザヴィエ・

ミュスカ氏の変動報酬の金額は、949,600ユーロ（つまり

目標達成率は118.7％）に設定された。

うち、非繰延部分の現金 189,920ユーロ 年間変動報酬の20％（189,920ユーロ）は、2025年5月に支

払われる予定である。

うち、非繰延部分のクレディ・

アグリコル・エス・エーの株式

に基づく現金

189,920ユーロ 年間変動報酬の20％（189,920ユーロ）は、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの株価に連動しており、2026年3月

に支払われる予定である。

うち、繰延部分の現金 284,880ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（284,880ユーロ）は、

現金で付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権

利確定し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件

とする。
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うち、繰延部分のクレディ・ア

グリコル・エス・エーの株式に

基づく現金

284,880ユーロ 付与日現在の年間変動報酬の30％（284,880ユーロ）は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式に基づき現金で

付与され、これは5年間にわたって段階的に最終権利確定

し、業績基準の達成およびクローバック条項を条件とす

る。

長期変動報酬 154,211ユーロ（2025年2

月3日現在のIFRS第2号に

従い評価される。）

2025年2月4日の取締役会において、グザヴィエ・ミュスカ

氏に17,143株を付与することを決定した。

2024年度において付与された長期変動報酬の特徴は、以下

のとおりである。

・目標の120％の業績水準を達成した場合に付与すること

ができる株式の最大数に応じた報酬（業績水準の達成に

応じて付与される数は、年間固定報酬の20％に相当す

る。）。

・権利確定後1年間のロックアップ期間経過後、参加およ

び（金融、株式市場、環境および社会的な）履行条件の

達成を条件として、5年後に権利確定する（なお、毎年

付与される株式のうち30％は、任期の終了まで譲渡不能

である。）。

・2025年5月14日の第33回株主総会決議を条件として付与

される。資本金の0.001％未満に相当する報酬。

周辺報酬

特別報酬 - グザヴィエ・ミュスカ氏は、2024年度について特別報酬を

受領していない。

取締役在任期間報酬 - グザヴィエ・ミュスカ氏は、当行グループの企業の取締役

としての全在任期間中、取締役報酬の受領につき権利放棄

した。

現物給付 6,761ユーロ グザヴィエ・ミュスカ氏は、社用車を保有している。

補完年金制度 グザヴィエ・ミュスカ氏の補完年金の年間個人受給資格お

よび条件付個人受給資格（2024年12月31日現在）の内訳

は、以下のとおりである。

・確定拠出型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

12,000ユーロ

・確定給付型補完年金制度に基づく終身年金、推定総額

118,000ユーロ

確定給付型補完年金制度に基づく受給資格の不確定分は、

2024年12月31日現在の基準報酬額の8.2％に相当する上限

が設定された後、2019年12月31日に記録された7.5年間の

勤務記録をもとに見積もられる。公表推定額は、報告期間

末日現在適用される税金および社会保障費、特に個人が支

払う所得税ならびに受益者が支払う7％および14％の補完

的拠出金を差し引く前の総額であり、かかる税金および社

会保障費は確定給付型補完年金制度に基づき支払われる終

身年金から控除される。

 

－2024年度に支払われる報酬に関する事項

　2024年5月22日の株主総会で承認された金額に従い、グザヴィエ・ミュスカ氏は、2023年度の2024年度計画

に基づき非繰延変動報酬198,580ユーロ、2022年度の2023年度計画に基づき非繰延変動報酬159,385ユーロな

らびに2020年度の2021年度計画、2021年度の2022年度計画および2022年度の2023年度計画に基づき付与され

る繰延変動報酬トランシェ271,822ユーロを受領した。

 

計画 トランシェ  権利確定率 支払われた額

2023年度の2024年度計画 現金 非繰延変動報酬 - 198,580ユーロ

2022年度の2023年度計画 株価に連動する現金 非繰延変動報酬 - 159,385ユーロ

2022年度の2023年度計画 株価に連動する現金

の第1トランシェ

権利確定後の繰延変

動報酬
100％ 37,650ユーロ
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2021年度の2022年度計画 株価に連動する現金

の第1トランシェ

権利確定後の繰延変

動報酬
70.1％ 31,117ユーロ

2021年度の2022年度計画 現 金 の 第 2 ト ラ ン

シェ

権利確定後の繰延変

動報酬
100％ 42,282ユーロ

2020年度の2021年度計画 株価に連動する現金

の第3トランシェ

権利確定後の繰延変

動報酬
96.73％ 160,773ユーロ

 

　これらの支払は、2020年度、2021年度、2022年度、2023年度および2024年度の株主総会により承認された

報酬方針の適用ならびに2021年度、2022年度、2023年度および2024年度の株主総会により承認された変動報

酬額によるものである。

　権利確定率の達成の詳細については、「業務執行会社役員」のとおりである。

 

－当行によるあらゆる態様のコミットメントのうち、関連当事者契約およびコミットメントに関する手続の

一環として株主総会で決議されたもの

 

 金額 表示

周辺報酬

退職慰労金 - クレディ・アグリコル・エス・エーが、グザヴィエ・ミュ

スカ氏との契約を終了させた場合、同氏は退職慰労金を受

領する。

競業避止条項に関する補償金 - グザヴィエ・ミュスカ氏は、最高経営責任者代理を退任し

た場合、その理由の如何を問わず、その任期の終了日から1

年間、競業避止条項に拘束されることがある。

 

業務執行会社役員に対する2024事業年度に係る年間変動報酬の詳細

2024年5月22日の株主総会において承認された報酬方針に従い、2025年2月4日の取締役会において2024年度

について業務執行会社役員に付与される変動報酬が、以下のとおり決定された。

・財務的基準の達成水準に基づいて60％

・非財務的基準の達成水準に基づいて40％

 

財務的基準の達成水準

財務的基準

フィリップ・

ブラサック、

最高経営責任者

オリヴィエ・

ガヴァルダ、

最高経営責任者代理

ジェローム・

グリヴェ、

最高経営責任者代理

グザヴィエ・

ミュスカ、

最高経営責任者代理

加重 2024年度の実績 加重 2024年度の実績 加重 2024年度の実績 加重 2024年度の実績

財務的基準－クレ

ディ・アグリコ

ル・エス・エー

60％ 71.0％ 30％ 35.5％ 60％ 71.0％ 30％ 35.5％

当期純利益－当行

グループの持分
20％ 23.3％ 10％ 11.7％ 20％ 23.3％ 10％ 11.7％

単一破綻処理基金

への拠出を除く費

用収益比率

20％ 23.8％ 10％ 11.9％ 20％ 23.8％ 10％ 11.9％

有形自己資本利益

率
20％ 23.8％ 10％ 11.9％ 20％ 23.8％ 10％ 11.9％

財務的基準－ユニ

バーサル・バンキ

ング部門

  30％ 30.4％     

当期純利益－当行

グループの持分
  10％ 10.0％     
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単一破綻処理基金

への拠出を除く費

用収益比率

  10％ 10.8％     

リスク加重資産   10％ 9.6％     

財務的基準－大口

顧客部門
      30％ 33.7％

当期純利益－当行

グループの持分
      10％ 12.2％

単一破綻処理基金

への拠出を除く費

用収益比率

      10％ 11.5％

リスク加重資産       10％ 10.0％

合計 60％ 71.0％ 60％ 65.9％ 60％ 71.0％ 60％ 69.2％

 

　クレディ・アグリコル・エス・エーは2024年度も引き続き非常に良い業績を達成した。年間収益は、資産

収集部門および大口顧客部門の非常に好調な業績により、記録的な水準となった。これらの高水準の業績

は、すべての開発プロジェクトおよびすべての事業部門にわたるダイナミックな活動によって支えられ、そ

の結果、クレディ・アグリコル・エス・エーは財務的基準比118.3％を達成した。

「2025年度意欲」中期計画目標のすべての財務指標は、予定より1年前倒しで達成された。

・費用収益比率（達成率は119.2％）は、58％の目標の下、2015年より15％ポイント下回った。

・営業総利益の大幅な増加およびリスク費用の抑制された増加の結果、全事業部門（116.7％）と、2015年度

以来の高水準となった非常に高い有形自己資本利益率（118.9％）が牽引し、当行グループの持分の純利益

は2024年度に最も高い水準となった。

・ユニバーサル・バンキング部門は、事業の補完的な性質および持続的活動により、良い年間業績を達成し

た。利益は、特に保険および資産運用事業における過去最高水準業績が牽引して増加した。大口顧客部門

もまた、力強い収益と当行グループの持分の記録的な純利益に牽引され、2024年度は良い業績を達成し

た。

 

非財務的基準の達成水準

非財務的基準

フィリップ・

ブラサック、

最高経営責任者

オリヴィエ・

ガヴァルダ、

最高経営責任者代理

ジェローム・

グリヴェ、

最高経営責任者代理

グザヴィエ・

ミュスカ、

最高経営責任者代理

加重 2024年度の実績 加重 2024年度の実績 加重 2024年度の実績 加重 2024年度の実績

環境CSR 10％ 13.0％ 10％ 13.0％ 10％ 13.0％ 10％ 13.0％

社会CSR 10％ 13.0％ 10％ 13.0％ 10％ 13.0％ 10％ 13.0％

顧客プロジェクト 8％ 9.6％ 7％ 8.4％ 5％ 6.0％ 5％ 6.0％

デジタルおよび技

術変革
5％ 6.0％ 7％ 8.4％ 5％ 6.0％ 5％ 6.0％

リスクおよびコン

プライアンスの管

理

7％ 8.1％ 6％ 6.9％ 10％ 11.5％ 10％ 11.5％

合計 40％ 49.7％ 40％ 49.7％ 40％ 49.5％ 40％ 49.5％

 

　2025年2月4日の取締役会では、報酬委員会による提案に基づき、以下の実績に基づく業務執行会社役員の

非財務的基準の達成水準を定めた。

 

96％ 14GW -56％

2020年度と比較したクレディ・アグ

リコル・CIBの低炭素エネルギーへ

のエクスポージャーの成長

クレディ・アグリコル・アシュラン

スの融資による再生可能エネルギー

発電所の発電容量

クレディ・アグリコル・エス・エーの

カーボン・フットプリントの削減
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－環境CSR

 

　2025年度までに低炭素エネルギーへのエクスポージャーを80％拡大するというクレディ・アグリコル・CIB

の目標に関しては、2024年9月末現在で、残高は2020年度と比較して96％増加した。

低炭素ポートフォリオの成長は、特にプロジェクト・ファイナンスの大幅な新規契約により、2024年度も持

続した。残高は、2023年度末現在の13.8十億ユーロから2024年度末現在には14.5十億ユーロに増加した。中

期計画目標の2025年度目標は達成された。

クレディ・アグリコル・アシュランスによる再生可能エネルギーへの融資は2024年度も継続され、再生可

能エネルギーへの14GWの融資の貢献という目標を達成した。中期計画目標の2025年度目標は達成された。

最後に、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業フットプリントの削減に関しては、当行グループは効

率化計画の枠組みの中で、2022年度に開始した省エネ・効率化イニシアティブを継続した。これらのイニシ

アティブは、キャンパスにおけるキューブ・プログラム（効率的な建物の使用競争）など、時間の経過とと

もに用途の変化することにも依存している。当行グループは、車両の電動化を加速し続け、特に2024年初頭

の車両カタログの更新により、現在では業務執行役員用車および社用車の50％を電気自動車が占めている。

出張には細心の注意が払われており、全員が順守すべきルールを定めた出張方針が策定され、2023年度半ば

から展開されている予約ツールは、予約時に、従業員が自身の出張による排出量について意識を高めること

ができ、最後に、部門ごとに割り当てられたカーボンバジェットを一部の事業体に設定し、カーボン・モニ

タリングを実施している。中期計画目標の2025年度目標は達成された。

 

 

23,000人超 85％ +3パーセント・ポイント

クレディ・アグリコル・グループが

歓迎する若者の数

第3回年次アカウンタビリティー指数

調査への参加率
アカウンタビリティー指数の進捗

 

－社会CSR

 

　雇用と研修を通して若者の労働力参入を促進するという目的に関しては、フランス国内外において、当行

グループのリテール銀行および事業部門のワークスタディ・プログラムとインターンシップを通じて若者を

取り込むシステムが整備されている。この目標は、2025年までに50,000人の若者を受け入れて支援すること

であり、クレディ・アグリコル・グループでは年間12,500人に相当する。当行グループ全体では推定66,000

人超の若者が受け入れられ、研修を受けており、この2025年度目標は予定より1年前倒しで達成された。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、ワークスタディ契約、インターンシップおよび国際的な企業ボラン

ティアなどの短期契約を通じて、雇用市場に参入する人々に多様な活動を発見する機会を提供することに努

めている。これらの機会は、若者が多様なスキルを習得し、キャリアパスを決定するための最善の方法であ

る。

このコミットメントは、自身を成長させ、他人を磨き、若者にコミットさせる人材中心的・社会的プロ

ジェクトの多様な期待に応えるものである。これは、従業員が若者の雇用市場への参入の手助けに携わるこ

とができ、当行の魅力と雇用主ブランドを高め、忠誠心を築き、新入社員のプロフィールを多様化させ、世

代間の団結を強固なものにすることができる。

このコミットメントはまた、勤労学生、より一般的には当行内の若者を支援するための従業員の動員に

よっても示される。2022年度以降、これらの取組みは次のようにして認知度を高めている。

・当行グループ全体でのメンター・チャンピオンの指針の実施。当該文書は、若者を指導する背後にある

哲学を共有し、関連する最良の慣行を示している。
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・当行グループの勤労学生への年次内部調査によると、参加率は5パーセント・ポイント上昇し、2つの重

要な質問に関して非常に良い結果を得られた。

2024年度、当行グループの事業体は、100％デジタルのイベントであるMobiliJeunesにもう一度参加した。

これにより、当行グループの勤労学生およびインターンは、キャリアの次のステージに備えるため、20を超

える事業体や事業ラインの社内外の専門家と交流し、有益なコンテンツにアクセスして専門的な計画の構築

に磨きをかけ、当行グループが提供するすべてのキャリアの機会を発見することができた。

最後に、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループがスキル・スポンサーシップ（Mécénat de

Compétences)を通じて若者のためのいくつかの団体を支援していることは、注目すべきである。

集団動力学の目標に関しては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2016年度以来、全従業員を対象と

した年次調査である、アカウンタビリティー指数調査（Indice de Mise en Responsabilité-IMR）を実施し

ている。これは、人材中心および社会プロジェクトの実施によってもたらされた文化的および経営的な変革

の測定指標であり、顧客および社会全体のために、企業の変革および各個人の「説明責任」の進捗状況を示

す重要な指標である。

2024年度の調査への参加率は、2023年度と比較して2ポイント上昇し、調査開始以来最高の85％に達した。

従業員の高い動員力は、当行グループと中期計画へのコミットメントと信頼を証明している。

従業員は、アカウンタビリティー指数調査のすべての質問に、より好意的な回答をした。2024年度には、

企業、信頼、チームワークへの影響に関連する仕事への従業員の関心に関して顕著な改善が見られた。

2023年度に雇用者推薦が2ポイント上昇した後、2024年度にはさらに3ポイント上昇し、79％に達した。

従業員は、与えられた信頼と自律性を重視しており、事業目標の達成に自らの仕事がどのように貢献して

いるかを理解している。

従業員のほとんどが、コミュニティに対する強い意識、部門横断的な機能性および多様性の尊重を共有し

ている。

社会および社会的コミットメントを通じて、従業員は自身の仕事が社内および／または社外の顧客の満足

度に貢献していると感じている。

 

2024年度個人の

ネット・プロモーター・スコア

クレディ・アグリコル+15、LCL+10

+1.9百万人の顧客
CAトランジシオン・エ・エネルジ

CAサンテ・エ・テリトワール

2024年度におけるNPSの個人顧客の増加 2022年度以降の平均年間顧客獲得数 新しい事業部門の設立

 

－顧客プロジェクト

 

当行グループの顧客プロジェクトへの取組みは、引き続き肯定的な効果を上げている。

顧客体験のグローバルレベルはこれまで以上に高くなっており、関係モデルの質を裏付けている。クレ

ディ・アグリコルは、ほぼすべての市場でネット・プロモーター・スコア（NPS）のトップ3に入っており、

個人顧客および法人顧客では今年もさらに上昇し、個人の顧客ではLCLが大幅に改善したことを記録してい

る。NPS（プロモーター率 - デトラクター率）は、クレディ・アグリコル・グループの顧客体験を測定する

ための主要な指標である。

成長のため、当行グループは、有機的成長に依存しており、中期計画開始以来、年間平均1.9百万人の新規

顧客を獲得した。

新規事業ラインおよびプロジェクトの開発に関しては、以下のとおりとする：

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ（CATE）は、中期計画目標のロードマップに沿っ

て成長し、過去最高の1.3十億ユーロの融資予定の記録的な契約、R3コンサルティング・ソリューションの効

果的な立ち上げおよびセルフィーによる電力供給量の大幅な増加を達成した。特に注目すべきは、クレ

ディ・アグリコル・グループによるJPエネルジ・エンヴィロヌモン（Jpee）とのCPPAの締結であり、このプ
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ロジェクトはJpeeが2つの太陽光発電所、1つはアンドル＝エ＝ロワール（37）、もう1つはニエーヴル（58）

に建設するための内容である。

クレディ・アグリコル・サンテ・エ・テリトワール（CAST）は、中期計画目標のロードマップに含まれて

おり、次の2つの長期的な社会課題に対応する様々なソリューションを提供している。（ⅰ）地域におけるプ

ライマリー・ヘルスケアへのアクセスの促進：メディカリブ（パラメディカルケアへのアクセスを提供する

サービス、2024年度に在宅介護への280,000件の要請）、オメディス（地域における電話相談の支援および拡

張、2024年度に34,000件の電話相談）、オフィス・サンテ（介護施設および保健センター、2024年度に提供

された55の介護施設／保健センター、750,000回の訪問）の2024年度に実施された3社の買収、および（ⅱ）

在宅医療、アドバイス、非医療住宅を通じた高齢化社会の支援：2024年度にCASTは会社のセット・ファミー

ユ（高齢者用共同住宅、2024年度に稼働した71軒の高齢者用共同住宅）の株式の過半数を取得した。

 

－デジタルおよび技術革新

 

　当行グループは2024年度にデジタル活動を統合した：特にBforBankの場合では、商業展開の成功を約束

するとともに、顧客獲得目標を達成し、デジタル・バンキングの世界での地位を確立した。2025年度に向け

て、最初の国際展開が検討されている。専門家向けのデジタル・バンキング（クレディ・アグリコルおよび

LCLエサンシエル・プロによるブランク／プルパルス）の成長やワークライフ（企業従業員向け活動）の買収

においても同様の進展が見られている。クレディ・アグリコルCIB（量子コンピューティングおよびトークン

化分野の実験）では、革新的な取組みも開始された。LCLは、デジタル化を加速するための野心的なロード

マップを策定した。クレディ・アグリコル・エス・エーも、生成AIの使用に関して規模の変更を決定した。

クレディ・アグリコル・エス・エーは情報システムへの投資を続けている。2021年度から2024年度の期間

には、インシデントの件数が急激に減少したことが記録された。サイバー・プロテクションの強化（特に

2024年オリンピックおよびパラリンピックの期間中）は、攻撃の件数および強度の増加に直面して継続して

いる。当行グループのIT生産プラットフォームであるCAGIPは、2024年度に組織を統合した。

2025年度IT計画は、公表されたとおりに進んでおり、新しいグループ・プラットフォーム（特にクラウドお

よびDAT/AI）が段階的に展開され、「設計当局」がグループ基準を確立している。デジタル・アカデミーお

よびITチーム向けのトレーニングにより、ITスキルの分野で多くの作業が達成されている。決済事業に関し

ては、当行グループは、ワールドラインとの提携により初めて商業的な成功を記録し、大手小売業者との電

子決済システムの入札を獲得した。

 

－リスクおよびコンプライアンスの管理

 

　基準に照らしたパフォーマンスの測定項目は、以下のとおりである：

・当行グループ内のすべての防衛線、特に第1の防衛線における倫理の促進ならびに健全なリスクおよび

コンプライアンス文化の確立。これは、倫理調査への参加、不正行為リスクに係る測定基準の結果およ

び従業員が修了した研修を通じて測定される。

・クレディ・アグリコル・エス・エーにおける顧客知識の更新および品質に対する厳格なアプローチ。こ

れは、2024年度に大幅に増加したファイルレビューの軌跡およびその品質をモニタリングすることによ

り測定される。

・監督機関によって定められた規制、リスク、コンプライアンスおよびCSR義務の遵守。これは、特にフラ

ンス、ヨーロッパおよび米国の監督機関によって発行された勧告をモニタリングすることにより測定さ

れる。

 

業務執行会社役員に対して2024事業年度に支払われる変動報酬を決定する業績条件の達成率の詳細に関する

事項
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　株主総会において承認された報酬方針に従い、年間変動報酬は一部は現金で、一部はクレディ・アグリコ

ル・エス・エーの株式に連動した現金で付与される。権利確定は、3つの業績基準を達成することを条件と

し、その全体的な達成率は、100％を超えることができない。3つの基準に係る業績に基づき、複合権利確定

率は2021年度計画に基づき付与された変動報酬トランシェの96.7％、2022年度計画に基づき付与された現金

のトランシェにおける第2の変動報酬の100％および2023年度計画に基づき付与された現金のトランシェにお

ける第1の変動報酬の100％であった。2022年度計画に基づき付与された株価に連動する現金の第1トランシェ

の権利確定率は70.1％であった。

 

加重

2021年度計画の

実効性能－株価に

連動する現金の

第3トランシェ

2022年度計画の

実効性能－現金の

第2トランシェ

2022年度計画の

実効性能－株価に

連動する現金の

第1トランシェ

2023年度計画の

実効性能－現金の

第1トランシェ

本源的財務業績 33.3％ 117％ 117％ 102％ 117％

クレディ・アグリコル・エス・

エーの株式の業績
33.3％ 80％ 90％ 0％ 120％

社会的業績 33.3％ 93％ 93％ 108％ 93％

合計 100％ 96.7％ 100％ 70.1％ 100％

 

業務執行会社役員によるパフォーマンス・シェアの権利確定を決定する業績条件の達成率の詳細に関する事

項

業務執行会社役員に対する2021年度パフォーマンス・シェア・プラン方針に従い、パフォーマンス・シェ

アの権利確定は、3つの業績基準を達成することを条件とし、その全体的な達成率は、100％を超えることが

できない。3年間の権利確定期間における、これら3つの基準に対するパフォーマンスに基づくと、複合権利

確定率は73.5％であった。

 

加重

業務執行会社役員に対する

2021年度パフォーマンス・シェア・プランの

実効性能

本源的財務業績 33.3％ 118.6％

クレディ・アグリコル・エス・エーの

株式の業績
33.3％ 0％

社会的業績 33.3％ 102％

合計 100％ 73.5％

 

非業務執行会社役員

 

当行の各非業務執行会社役員に対して2024事業年度について支払われる報酬または付与される報酬に関する

事項

　非業務執行会社役員が2024年度に受領した金額は以下のとおりである。

 

 2023年度

資本再構成
2024年度に受領した純額

(1)
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取締役

2023年度にクレ

ディ・アグリコ

ル・エス・エー

より受領した純

額
(1)

クレディ・ア

グリコル・エ

ス・エー

クレディ・ア

グリコル・CIB
LCL

アムン

ディ

その他の当

行グループ

の子会社合

計

2024年度

総計

株主総会により選任された取締役

ドミニク・ルフェーヴル氏
(2) 0 0 - - 0 0

ラファエル・アペール氏 42,140 61,040 0 61,040

アニエス・オーディエ氏 65,100 70,770 0 70,770

オリヴィエ・オフレー氏 40,250 45,920 0 45,920

ソニア・ボネ－ベルナール氏 66,290 70,980 49,420   49,420 120,400

ユーグ・ブラスール氏 51,590 53,480    0 53,480

ピエール・キャンブフォー氏 68,600 68,600 0 68,600

マリ－クレール・ダヴー氏 62,930 66,710 0 66,710

ジャン－ピエール・ゲヤール

氏

53,480 74,270
18,900  18,900

93,170

クリスティーヌ・ガンドン氏 11,200 30,800    19,869 50,669

ニコル・グルムロン氏 34,580 34,580 10,500 10,500 45,080

マリアンヌ・レニョー氏 45,290 48,090    0 48,090

クリストフ・ルスール氏
(3)(4) 36,432 43,139 0 43,139

パスカル・リュルー氏 45,920 61,040 - - 0 61,040

アレシア・モスカ氏
(5) 94,874 123,126 0 123,126

キャロル・シルー氏 79,803 97,930 26,460 26,460 124,390

ルイ・テルシニエ氏 40,250 55,370 0 55,370

エリック・ヴィアル氏 34,580 34,580    0 34,580

農業専門組織を代表する取締役

アルノー・ルソー氏
(6) - 16,800 - 16,800

主要な労働組合が指名する取締役

キャトリーヌ・アンブリクト

氏
(3)(4)

47,610 44,298 - 44,298

エリック・ウィルソン氏
(3)(4) 40,903 40,903 - 40,903

無議決権取締役

パスカル・ベルジェ氏
(3)(4) 36,432 36,432 - - - 36,432

オリヴィエ・デポルト氏 11,200 30,800 9,624 40,424

ジョゼ・サントゥッチ氏 28,000 30,800 14,000 44,800

合計 1,037,454 1,240,458 75,880 29,400 0 148,772 1,389,231

報酬支払総額：配分された1,900,000ユーロのうち1,701,000ユーロ

(注1)　フランスに居住する個人受益者に対して支払われる総額から前納所得税（12.8％）および社会保障費の拠出金

（17.2％）を控除後の金額で表示されている。

(注2)　上記「(1) コーポレート・ガバナンスの概要－取締役会および専門委員会の業務方針－取締役の報酬」における

取締役会の報酬制度を参照。

(注3)　従業員を代表する3名の取締役および地域銀行の従業員を代表する無議決権取締役は報酬を受領せず、報酬は組合

に支払われる。

(注4)　社会保障費の拠出金（17.2％）を控除後の金額のみ表示されている。
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(注5)　源泉徴収税12.8％のみ（フランス非居住者）。

(注6)　2024年5月27日に取締役に就任。

 

報酬に対する比較手法

　クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス商法第L.22-10-9条の規定に従い、業務執行会社役員に対

し支払われる報酬額合計または付与される報酬額合計と、当行（クレディ・アグリコル・エス・エー）から

の従業員報酬額合計の平均および当行グループの実績（対象となる当期純利益－当行グループの持分によっ

て測定される。）との比較を5年間にわたり公表している。

 

計算方法

　クレディ・アグリコル・エス・エーは、報酬倍率についてのAFEP/MEDEFガイドラインに従い、データの代

表性を確保することを目的として、規制上の義務を超え、より関連性の強いと考えられるフランス（クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの様々な事業分野を代表する36,000人超の従業員（エス・エー全体の範囲で

は約1,800人）、すなわちクレディ・アグリコル・エス・エー全体の従業員の約半数にあたる。）について

も、以下の比率を算出することを選択した。

これらの比率は、各事業年度における業務執行会社役員の報酬額と、フランスのクレディ・アグリコル・

エス・エーの従業員報酬額合計を比較したものである。

　対象となる従業員は、各事業年度の12月31日現在で雇用契約を締結している従業員をいう。

　従業員報酬には、年間固定報酬、当該年度の賞与および給付、当該年度の年間変動報酬および長期変動報

酬ならびに当該年度の年間利益分配およびインセンティブ賞与を含む。2024年度の計算においては、変動報

酬の事項（年間変動報酬および長期変動報酬ならびに利益分配およびインセンティブ賞与）は、前事業年度

の予算およびその時点で把握されている事項に基づいて推計している。そのため、2023年度の比率は、当該

事業年度の実績予算を考慮して更新されている。

　業務執行会社役員の報酬は、固定報酬および現物給付、当該年度の年間変動報酬ならびに長期変動報酬の

公正価値に相当する。かかる情報は、本報告書に記載されている事項に対応している。
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－フランスの業務執行会社役員報酬における変化の比較

 

指数 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
2020-2024年度

の変動率

対象となる当期純利

益－当行グループの

持分（単位：百万

ユーロ）

3,844 5,397 5,468 5,923 7,172 86.6％

フランスにおける従

業員報酬額の平均

（単位：ユーロ）

67,015 70,377 73,940 77,257 77,837 16.1％

フランスにおける従

業員報酬額の中間値

（単位：ユーロ）

51,163 53,462 56,750 58,964 59,081 15.5％

最高経営責任者フィ

リップ・ブラサック

氏の報酬額合計（単

位：ユーロ）

2,456,562 2,579,418 2,451,793 2,601,644 2,597,800 5.7％

最高経営責任者代理

オリヴィエ・ガヴァ

ルダ氏の報酬額合計

（単位：ユーロ）

NA NA 1,399,416 1,474,922 1,461,998 NA

最高経営責任者代理

ジェローム・グリ

ヴェ氏の報酬額合計

（単位：ユーロ）

NA NA 1,398,555 1,504,956 1,489,183 NA

最高経営責任者代理

グザヴィエ・ミュス

カ氏の報酬額合計

（単位：ユーロ）

1,403,478 1,509,134 1,399,141 2,158,496 2,110,572 50.4％

取締役会会長ドミニ

ク・ルフェーヴル氏

の報酬額合計（単

位：ユーロ）

560,000 560,000 625,000 625,000 625,000 11.6％

クレディ・アグリコル・エス・エー親会社の範囲

クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの従

業員報酬の平均（単

位：ユーロ）

97,671 96,134 100,681 104,757 104,264 6.8％

クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの従

業員報酬の中間値

（単位：ユーロ）

74,102 76,222 79,866 82,479 85,018 14.7％
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フランスの範囲

フランスにおける従

業員報酬額の平均

（単位：ユーロ）

67,015 70,377 73,940 77,257 77,837 16.1％

フランスにおける従

業員報酬額の中間値

（単位：ユーロ）

51,163 53,462 56,750 58,964 59,081 15.5％

 

－各業務執行会社役員の報酬水準ならびにクレディ・アグリコル・エス・エー単体の報酬額の平均および中

間値との間の自己資本比率

 

　下表は、クレディ・アグリコル・エス・エーの規制上の報告範囲内にある報酬の自己資本比率の開示に関

する規制上の義務に従い、クレディ・アグリコル・エス・エー親会社の従業員報酬額の平均および中間値に

基づき算出された報酬の自己資本比率を示している。

 

（単位：倍） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

取締役会会長ドミニク・ルフェーヴル氏      

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の平均に対する比率
6 6 6 6 6

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の中間値に対する比率
8 7 8 8 7

最高経営責任者フィリップ・ブラサック氏      

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の平均に対する比率
25 27 24 25 25

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の中間値に対する比率
33 34 31 32 31

最高経営責任者代理オリヴィエ・ガヴァルダ氏      

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の平均に対する比率
NA NA 14 14 14

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の中間値に対する比率
NA NA 18 18 17

最高経営責任者代理ジェローム・グリヴェ氏      

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の平均に対する比率
NA NA 14 14 14

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の中間値に対する比率
NA NA 18 18 18

最高経営責任者代理グザヴィエ・ミュスカ氏      

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の平均に対する比率
14 16 14 21 20

クレディ・アグリコル・エス・エー（事業体）の従業員

報酬額の中間値に対する比率
19 20 18 26 25

 

－各業務執行会社役員の報酬水準ならびにフランスにおける従業員報酬額の平均および中間値との間の自己

資本比率
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　2021年2月の報酬倍率に関するAFEP/MEDEFガイドラインに従い、報酬の自己資本比率の開示に関する規制上

の義務を上回るために、当行グループは、当行グループのすべての事業を代表するより適切な範囲を得るた

めに、フランスにおける従業員報酬の平均および中間値との関係において報酬の自己資本比率を算定してい

る。

 

（単位：倍） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

取締役会会長ドミニク・ルフェーヴル氏      

フランスにおける従業員報酬額の平均に対する比率 8 8 8 8 8

フランスにおける従業員報酬額の中間値に対する比率 11 10 11 11 11

最高経営責任者フィリップ・ブラサック氏      

フランスにおける従業員報酬額の平均に対する比率 37 37 33 34 33

フランスにおける従業員報酬額の中間値に対する比率 48 48 43 44 44

最高経営責任者代理オリヴィエ・ガヴァルダ氏      

フランスにおける従業員報酬額の平均に対する比率 NA NA 19 19 19

フランスにおける従業員報酬額の中間値に対する比率 NA NA 25 25 25

最高経営責任者代理ジェローム・グリヴェ氏      

フランスにおける従業員報酬額の平均に対する比率 NA NA 19 20 19

フランスにおける従業員報酬額の中間値に対する比率 NA NA 25 26 25

最高経営責任者代理グザヴィエ・ミュスカ氏      

フランスにおける従業員報酬額の平均に対する比率 21 21 19 28 27

フランスにおける従業員報酬額の中間値に対する比率 27 28 25 37 36

 

AFEP/MEDEFの勧告に沿った要約表

 

－クレディ・アグリコル・エス・エーの業務執行会社役員へ付与された報酬、株式およびストック・オプ

ション

 

総額

(単位：ユーロ)
2023年度 2024年度

取締役会会長ドミニク・ルフェーヴル氏   

各事業年度について付与された報酬
(1) 625,000 625,000

各事業年度中に付与されたオプションの評価
(2) - -

付与されたパフォーマンス・シェアの評価 - -

最高経営責任者フィリップ・ブラサック氏   

各事業年度について付与された報酬
(1) 2,426,929 2,428,170

各事業年度中に付与されたオプションの評価
(2) - -

付与されたパフォーマンス・シェアの評価 174,715 169,630

最高経営責任者代理オリヴィエ・ガヴァルダ氏   

各事業年度について付与された報酬
(1) 1,363,736 1,354,051

各事業年度中に付与されたオプションの評価
(2) - -

付与されたパフォーマンス・シェアの評価 111,186 107,947

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 574/1736



最高経営責任者代理ジェローム・グリヴェ氏   

各事業年度について付与された報酬
(1) 1,393,770 1,381,236

各事業年度中に付与されたオプションの評価
(2) - -

付与されたパフォーマンス・シェアの評価 111,186 107,947

最高経営責任者代理グザヴィエ・ミュスカ氏   

各事業年度について付与された報酬
(1) 1,999,661 1,956,361

各事業年度中に付与されたオプションの評価
(2) - -

付与されたパフォーマンス・シェアの評価 158,835 154,211

(注1)　上記表に示される報酬額は、記載された年度について支払われた額を示す。下記の項目別表は、各年度について

付与された報酬額および当該年度に受領された報酬額を示す。

(注2)　2024年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーのストック・オプションは会社役員へ付与されなかっ

た。

 

－報酬総額の概要

 

(単位：ユーロ)

2023年度 2024年度

2023年度につき

付与された額

2023年度に

支払われた額

2024年度につき

付与された額

2024年度に

支払われた額

取締役会会長ドミニク・ルフェーヴル氏     

固定報酬
(1) 625,000 625,000 625,000 625,000

現金で支払われた非繰延変動報酬 - - - -

クレディ・アグリコル・エス・エーの株価に連

動する非繰延変動報酬
- - - -

繰延変動報酬および条件付変動報酬
(2) - - - -

特別報酬 - - - -

取締役在任期間報酬 - - - -

現物給付 - - - -

合計 625,000 625,000 625,000 625,000

最高経営責任者フィリップ・ブラサック氏     

固定報酬
(1) 1,100,000 1,100,000 1,100,000 1,100,000

現金で支払われた非繰延変動報酬 264,000 248,800 264,000 264,000

クレディ・アグリコル・エス・エーの株価に連

動する非繰延変動報酬
264,000 237,600 264,000 315,976

繰延変動報酬および条件付変動報酬
(2) 792,000 437,806 792,000 533,592

特別報酬 - - - -

取締役在任期間報酬 - - - -

現物給付 6,929 6,929 8,170 8,170

合計 2,426,929 2,031,135 2,428,170 2,221,738

最高経営責任者代理オリヴィエ・ガヴァルダ氏     

固定報酬
(1) 700,000 700,000 700,000 700,000

現金で支払われた非繰延変動報酬 131,460 20,953 129,500 131,460
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クレディ・アグリコル・エス・エーの株価に連

動する非繰延変動報酬
131,460 - 129,500 26,610

繰延変動報酬および条件付変動報酬
(2) 394,380 - 388,500 6,286

特別報酬 - - - -

取締役在任期間報酬 - - - -

現物給付 6,436 6,436 6,551 6,551

合計 1,363,736 727,389 1,354,051 870,907

最高経営責任者代理ジェローム・グリヴェ氏     

固定報酬
(1) 700,000 700,000 700,000 700,000

現金で支払われた非繰延変動報酬 137,400 41,760 134,920 137,400

クレディ・アグリコル・エス・エーの株価に連

動する非繰延変動報酬
137,400 - 134,920 53,035

繰延変動報酬および条件付変動報酬
(2) 412,200 - 404,760 12,528

特別報酬 - - - -

取締役在任期間報酬 - - - -

現物給付 6,770 6,770 6,636 6,636

合計 1,393,770 748,530 1,381,236 909,599

最高経営責任者代理グザヴィエ・ミュスカ氏     

固定報酬
(1) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,000,000

現金で支払われた非繰延変動報酬 198,580 125,500 189,920 198,580

クレディ・アグリコル・エス・エーの株価に連

動する非繰延変動報酬
198,580 126,846 189,920 159,385

繰延変動報酬および条件付変動報酬
(2) 595,740 221,087 569,760 271,822

特別報酬 - - - -

取締役在任期間報酬 - - - -

現物給付 6,761 6,761 6,761 6,761

合計 1,999,661 1,480,194 1,956,361 1,636,548

(注1)　現物給付を含む。

(注2)　支払われた額は、下記「2024年度に権利確定した繰延変動報酬の詳細」における表に詳述されている額に相当す

る。

 

－2024年度に権利確定した繰延変動報酬の詳細

 

 

 2022年度 2023年度 2024年度

付与された

総株式
(1)

付与された

株式
(1)

支払われた

額

付与された

株式
(1)

支払われた

額

付与された

株式
(1)

支払われた

額
(2)

最高経営責任者

フィリップ・ブラサック氏
       

2020年度につき付与された

2021年度の制度
712,140 237,380 230,259 237,380 271,033 237,380 321,465

2021年度につき付与された

2022年度の制度
792,000   79,200 55,511 158,400 137,487
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2022年度につき付与された

2023年度の制度
746,400     74,640 74,640

合計       533,592

最高経営責任者代理

オリヴィエ・ガヴァルダ氏
       

2022年度につき付与された

2023年度の制度
     6,286 6,286

合計       6,286

最高経営責任者代理

ジェローム・グリヴェ氏
       

2022年度につき付与された

2023年度の制度
     12,528 12,528

合計       12,528

最高経営責任者代理

グザヴィエ・ミュスカ氏
       

2020年度につき付与された

2021年度の制度
356,160 118,720 115,158 118,720 135,551 118,720 160,773

2021年度につき付与された

2022年度の制度
422,820   42,282 29,635 84,564 73,399

2022年度につき付与された

2023年度の制度
376,500     37,650 37,650

合計       271,822

(注1)　支払日現在の株価は、2021年度の制度については10.46ユーロ、2022年度の制度については13.33ユーロ、2023年

度の制度については11ユーロであった。

(注2)　支払日現在の株価は、2021年度の制度については14.65ユーロであった。

 

－クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役としての地位に対して取締役が受領した報酬

　上記「非業務執行会社役員」における表を参照。

 

－2024事業年度にクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその他グループ企業により業務執行会社役員に

付与されたストック・オプション

　2024年度において、業務執行会社役員に付与されたストック・オプションはない。

 

－2024事業年度に業務執行会社役員により行使されたストック・オプション

　2024年度において、業務執行会社役員により行使されたクレディ・アグリコル・エス・エーのストック・

オプションはない。

 

－2024事業年度に業務執行会社役員に付与されたパフォーマンス・シェア

 

制度番号

および日付

当年度に付与

された株式数

連結財務諸表に使用

される方法に基づく

株式評価

権利確定日 利用可能日
実績

状況
(1)

最高経営責任者フィリップ・ブラサック氏

2024年2月7日付制度 19,969 174,715
2029年

5月2日

2030年

5月2日
済
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最高経営責任者代理オリヴィエ・ガヴァルダ氏

 2024年2月7日付制度 12,708 111,186
2029年

5月2日

2030年

5月2日
済

最高経営責任者代理ジェローム・グリヴェ氏

 2024年2月7日付制度 12,708 111,186
2029年

5月2日

2030年

5月2日
済

最高経営責任者代理グザヴィエ・ミュスカ氏

2024年2月7日付制度 18,154 158,835
2029年

5月2日

2030年

5月2日
済

(注1)　株式賞与の権利確定は、クレディ・アグリコル・エス・エーの本源的財務業績、クレディ・アグリコル・エス・

エーの株式の業績およびクレディ・アグリコル・エス・エーの社会的業績に関連する3つの業績基準の累積的達

成を条件とする。

 

－2024事業年度に業務執行会社役員が入手可能だったパフォーマンス・シェア

 

当該事業年度に各業務執行会社役員によって入手されたパフォーマンス・シェア
(1)

氏名 制度の日付
当該事業年度に入手

された株式数
(2)

フィリップ・ブラサック氏 2021年度の制度 16,259

グザヴィエ・ミュスカ氏 2021年度の制度 10,347

(注1)　統合実行性能が73.5％である業績基準（詳細は、「業務執行会社役員」の項を参照。）に関して、2024年4月13日

に権利確定された株式数。

(注2)　2021年度の制度の規則に従い、すべての権利確定株式には、2年間のロックアップ期間が適用される（また、株式

の30％は、執行役員が退任するまでの間、譲渡不可能である。）。

 

－ストック・オプションの付与の実績

　該当なし。

 

－パフォーマンス・シェアの付与の実績

 

株式総会の日付 2020年5月13日 2020年5月13日 2020年5月13日 2023年5月17日

取締役会会議の日付 2021年2月10日

2021年4月13日

2022年2月9日

2022年4月13日

2023年2月8日

2023年4月18日

2024年2月7日

2024年5月2日

付与されたパフォーマンス・シェアの株式数合計 415,039 400,340 379,730 383,812

会社役員に付与されたパフォーマンス・シェアの株式数合

計
36,180

26,648
39,913 63,539

最高経営責任者フィリップ・ブラサック氏 22,110 16,285 20,420 19,969

最高経営責任者代理オリヴィエ・ガヴァルダ氏 N/A N/A 2,166 12,708

最高経営責任者代理ジェローム・グリヴェ氏 N/A N/A 4,332 12,708

最高経営責任者代理グザヴィエ・ミュスカ氏 14,070 10,363 12,995 18,154

株式の権利確定日 2024年4月13日 2027年4月13日 2028年4月18日 2029年5月2日

保有期間終了日 2026年4月13日 2028年4月13日 2029年4月18日 2030年5月2日

12月31日に権利確定された株式数
415,039

(1)
400,340

(3)
379,730

(5)
383,812

(7)

12月31日に入手された株式数 388,350    

消却または失効した累積株式数 22,316 20,745 7,528 5,164
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パフォーマンス・シェアの残存株式数
4,373

(2)
379,595

(4)
372,202

(6)
378,648

(8)

(注1)　当該数字は、2021年2月10日および2021年4月13日の取締役会決議により付与された株式数に相当する。

(注2)　当該数字は、消却または失効した株式数および入手された株式数を考慮した2024年12月31日現在の残存株式数に

相当する。

(注3)　当該数字は、2022年2月9日および2022年4月13日の取締役会決議により付与された株式数に相当する。

(注4)　当該数字は、消却または失効した株式数を考慮した2024年12月31日現在の残存株式数に相当する。

(注5)　当該数字は、2023年2月8日および2023年4月18日の取締役会決議により付与された株式数に相当する。

(注6)　当該数字は、消却または失効した株式数を考慮した2024年12月31日現在の残存株式数に相当する。

(注7)　当該数字は、2024年2月7日および2024年5月2日の取締役会決議により付与された株式数に相当する。

(注8)　当該数字は、消却または失効した株式数を考慮した2024年12月31日現在の残存株式数に相当する。

 

－各業務執行会社役員の複数年変動報酬の概要

　該当なし。

 

－雇用契約／補完年金制度／退職慰労金／競業避止条項

 

業務執行会社役員 任期開始日 任期満了日
雇用契約

(1)

補完年金制

度

退任または

異動により

発生しまた

は発生し得

る手当およ

び給付金

競業避止条

項に関する

手当

会長

ドミニク・ルフェーヴル

氏

2015年11月4日 2025年
(2) 無 無 無 無

最高経営責任者

フィリップ・ブラサック

氏

2015年5月20日 無期限 有 有 有 有

最高経営責任者代理

オリヴィエ・ガヴァルダ

氏

2022年11月1日 無期限 有 有 有 有

最高経営責任者代理

ジェローム・グリヴェ氏
2022年9月1日 無期限 有 有 有 有

最高経営責任者代理

グザヴィエ・ミュスカ氏
2012年7月19日 無期限 有 有 有 有

(注1)　雇用契約の期間中に役員の職に就くことに対するAFEP/MEDEFの勧告は、取締役会会長、会長兼最高経営責任者お

よび最高経営責任者に適用される。しかし、最高経営責任者代理の雇用契約は、修正により停止された。かかる

契約は、在職期間前のものから更新された報酬および職位レベルをもって、任期満了時に再び効力を生じる。

(注2)　2025年5月14日の株主総会で提案された更新。

 

（３）【監査の状況】

①　監査委員会および法定監査人

 

監査委員会に関する情報については、上記「(1) コーポレート・ガバナンスの概要－監査委員会」およ

び「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－2.3　内部統制およびリスク管理

手続－Ⅲ．クレディ・アグリコル・エス・エー固有の内部統制システムならびにリスクの統制および監

視システム」を参照。

 

2024年12月31日現在、プライスウォーターハウスクーパース・オーディットは、当行の監査を開始し

て21年目であり、フォーヴィス マザー エスアーは、1年目であった。
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法定監査人に関する詳細な情報については、上記「(1) コーポレート・ガバナンスの概要－法定監査

人」を参照。

 

②　監査報酬の内容等

（ａ）外国監査公認会計士等に対する報酬の内容

 

法定監査人に支払われた報酬

 

以下は、2024年度に法定監査人に支払われた報酬の、会社別およびクレディ・アグリコル・エス・エーの

全部連結会社との契約種類別の内訳である。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人会

 

(単位：百万ユーロ(税抜き))

プライスウォーターハウスクー

パース
(1)

フォーヴィス

マザー
(1)(2)

アーンスト・ア

ンド・ヤング
(1)

(2)

 

2024年度 2023年度 2024年度 2023年度 2024年度合計

法定監査、証明、単体財務書類お

よび連結財務書類のレビュー
19.75 20.34 12.94 11.74 32.69

発行者 2.29 2.36 1.54 2.32 3.83

全部連結子会社 17.46 17.98 11.40 9.42 28.86

持続可能性に関する情報の認証

（企業サステナビリティ報告）
1.54  1.19  2.73

発行者 0.70  0.62  1.32

全部連結子会社 0.84  0.57  1.41

非監査業務 9.69 9.44 1.99 7.61 11.68

発行者 1.96 2.58 0.50 1.98 2.46

全部連結子会社 7.73 6.86 1.49 5.63 9.22

合計 30.98 29.78 16.12 19.35 47.10

(注1)　連結企業の法定監査人（下位グループ・レベルの責任者）

(注2)　2024年度に法定監査人を変更

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人であるプライスウォーターハウスクーパースに支払われ

た報酬の総額は、当事業年度の連結損益計算書に計上されているとおり14.6百万ユーロであり、そのうち

10.3百万ユーロがクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の財務書類の監査証明、2.9百万

ユーロが非監査業務（コンフォート・レター、合意された手続、責任声明書、社会情報および環境情報に関

連するサービス、助言等）、1.4百万ユーロが非財務持続可能性報告（企業サステナビリティ報告）に関連

するものであった。

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人であるフォーヴィス マザー エスアーに支払われた報酬

の総額は、当事業年度の連結損益計算書に計上されているとおり12.0百万ユーロであり、そのうち9.4百万

ユーロがクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の財務書類の監査証明、1.4百万ユーロが非

監査業務（コンフォート・レター、合意された手続、責任声明書、税務コンプライアンス査定、社会情報お

よび環境情報に関連するサービス、助言等）、1.2百万ユーロが非財務持続可能性報告（企業サステナビリ

ティ報告）に関連するものであった。

 

（ｂ）その他重要な報酬の内容

 

上記（ａ）を参照。
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（ｃ）外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

 

上記（ａ）を参照。

 

（ｄ）監査報酬の決定方針

 

該当事項なし。

 

（４）【役員の報酬等】

 

該当事項なし。上記「(2) 役員の状況」を参照。

 

（５）【株式の保有状況】

 

該当事項なし。
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第６ 【経理の状況】
 

1．クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの連結財務書類は、欧州連合が採用した国際財務報告基準

（以下「IFRS」という。）に準拠して作成された。また、クレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類

は、フランスの金融機関に適用されている一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して作成された。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーが採用した会計

原則、会計手続および表示方法と、日本において一般に公正妥当と認められるものとの間の主な相違点に

関しては、下記「4　フランスと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に説明されている。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの連結財務書類およびクレディ・アグリコル・エス・エー

の財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第328条第1項の規定の適用を受けている。

2．2024年12月31日に終了した会計年度のクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの連結財務書類およ

びクレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類はフォーヴィス マザー エスアーおよびプライスウォー

ターハウスクーパース・オーディットにより、2023年12月31日に終了した会計年度のクレディ・アグリコ

ル・エス・エー・グループの連結財務書類およびクレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類はアーン

スト・アンド・ヤング・エ・オートルおよびプライスウォーターハウスクーパース・オーディット（以

下、「会計監査人」と総称する。）により監査を受けている。会計監査人は、独立公認会計士であり、か

つ外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第1条の3第7項に規定されている外国監査法人

等をいう。）としてそれぞれ日本で登録されている。2024年および2023年の各12月31日に終了した会計年

度のクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの連結財務書類およびクレディ・アグリコル・エス・

エーの財務書類について会計監査人が行った監査は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第193条の2

第1項第1号に規定されている監査証明に相当すると認められるべきものである。会計監査人の監査報告書

の原本およびその日本語訳は本書に含まれている。

3．クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの原文の連結財務書類（仏語）およびクレディ・アグリコ

ル・エス・エーの原文の財務書類（仏語）はユーロで表示されている。財務諸表等規則第331条の規定に

基づき「円」で表示されている金額は、2025年4月7日現在の株式会社三菱UFJ銀行における対顧客電信直

物売買相場の仲値、1ユーロ＝159.85円の為替レートでユーロ表示額から換算された金額である。金額は

百万円単位（四捨五入）で表示されている。なお、円換算額は単に便宜上表示されたものであり、ユーロ

額が上記のレートで円に換算されたことまたは換算されることを意味するものではない。円換算額は四捨

五入されているため、合計欄の数値が総数と一致しない場合がある。

4．円換算額および「2　主な資産・負債及び収支の内容」から「4　フランスと日本における会計原則及び会

計慣行の主要な相違」までの記載事項は、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの原文の連結財

務書類およびクレディ・アグリコル・エス・エーの原文の財務書類には含まれておらず、当該事項におけ

る原文の財務書類への参照事項を除き、上記2．の会計監査の対象にもなっていない。
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１ 【財務書類】
 

(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度

 

A．連結財務書類

 

(1) 一般的枠組み

 

事業体の法律上の概要

2001年11月29日に開催された臨時株主総会以降、当行の名称はクレディ・アグリコル・エス・エーであ

る。

2012年7月1日以降、当行の登記上の事務所は、フランス、セデックス、モンルージュ、92127、合衆国広場

12番地である。

登記番号：ナンテール商業・会社登記簿番号 784 608 416

NAFコード：6419Z

クレディ・アグリコル・エス・エーは、一般の会社法、より具体的にはフランス商法（Code de

commerce）第Ⅱ編に準拠し、取締役会を有するフランスの公開会社（Société Anonyme）である。

クレディ・アグリコル・エス・エーはまた、フランス通貨金融法典（CMF－Code monétaire et

financier）、より具体的には同法典第L.512-47条以下の規定を遵守しなければならない。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、1984年11月17日に相互信用金庫の区分における認定金融機関とし

て免許を受けた。そのため、当行は、銀行の監督機関、より具体的にはフランスの金融健全性規制監督・破

綻処理機構（ACPR）および欧州中央銀行により監督される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式は、ユーロネクスト・パリにおいて取引されており、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、適用される株式市場規則、特に開示義務に関する規則を遵守しなければ

ならない。

 

相互的な基盤を有する銀行

地域銀行により完全所有されるSASリュ・ラ・ボエスィは、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の

過半数を保有している。SASリュ・ラ・ボエスィの株式は地域銀行のネットワーク外に譲渡されてはならな

い。また、地域銀行間でのこれらの株式の取引は、とりわけ取引価格の決定方法を定めた流動性契約に従う

ものとする。これは、地域銀行間の株式処分およびSASリュ・ラ・ボエスィの増資の双方を網羅している。

クレディ・アグリコル全国連合（FNCA）は、地域銀行のための協議機関および代表機関として機能し、ま

た、地域銀行の会議を開催する。

フランス通貨金融法典（第L.511-31条および第L.511-32条）の規定に従い、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関として、密接なネットワーク（フランス通貨

金融法典第R.512-18条により定義される。）を維持し、また、関連する金融機関の適切な機能を確保し、か

かる金融機関に適用されるすべての法令の遵守を確実に行うために、かかる金融機関に対して管理上、技術

上および財務上の監督を行う責任を負う。そのため、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ネットワーク

全体および当行の関連機関各々の流動性およびソルベンシーをとりわけ確保するために必要なあらゆる手段

を講じることができる。

 

クレディ・アグリコルの内部関係

 

内部資金調達構造

クレディ・アグリコルは、当行グループに固有の内部資金調達構造を複数有している。
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地域銀行の当座預金口座

各地域銀行はクレディ・アグリコル・CIBに当座預金口座を保有し、当行グループ内の内部金融取引によっ

て生じる資金移動を記録する。かかる口座は貸方または借方残高となり、「金融機関に対する貸出金および

債権」または「金融機関に対する債務」の科目として貸借対照表に表示される。

 

特別貯蓄口座

特別貯蓄口座（一般的な通帳式貯蓄口座（Livret d'épargne populaire）、持続可能かつ総合的な開発に

係る通帳式口座（Livret de développement durable et solidaire）、住宅購入に関する貯蓄制度および貯

蓄口座、一般的な貯蓄制度、若者向け通帳式口座（Livret Jeune）ならびに通帳式貯蓄口座（Livret A））

にて保有される資金は、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり地域銀行が受け入れ、クレディ・アグ

リコル・エス・エーへ集められる。クレディ・アグリコル・エス・エーは、これらの資金を「顧客に対する

債務」として貸借対照表に計上する。

 

定期預金および貸付金

地域銀行はまた、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり、政府規制を受けない貯蓄資金（通帳式口

座、債券、ワラント、特定の定期預金口座および同様の口座等）を受け入れる。これらの資金はクレディ・

アグリコル・エス・エーに送金され、かかる項目で同社の貸借対照表に計上される。

特別貯蓄口座ならびに定期預金および貸付金は、クレディ・アグリコル・エス・エーから地域銀行への

「貸付金」（融資）に利用され、地域銀行はこれを中長期融資の資金源とすることができる。

（満期および金利が受け入れた貯蓄資金と正確に一致する）いわゆる「ミラー貸付金」の形で、地域銀行

が受け入れた貯蓄資金の50％が地域銀行に還元され、かかる資金は、地域銀行がその裁量で自由に使用する

ことができる。

2004年1月1日以降、受け入れた（かつミラー貸付金を経由して還元されなかった）資金の集中管理によっ

て発生した利鞘は、地域銀行とクレディ・アグリコル・エス・エーとで分け合い、再調達モデルを使用しか

つ市場金利を適用して決定される。

さらに、地域銀行は、市場価額をもとに算出された貸付金の形で、クレディ・アグリコル・エス・エーか

ら借換えを行うことができる。

 

地域銀行の流動性余剰資金の移転

地域銀行は、「貨幣性」預金（要求払預金、一元管理されない定期預金および譲渡性預金）を、それらの

顧客への融資に使用することができる。余剰資金はクレディ・アグリコル・エス・エーに送金されなければ

ならず、当座預金口座は「金融機関に対する貸出金および債権」もしくは「金融機関に対する債務」（クレ

ディ・アグリコル・CIBに開設している当座預金口座の勘定が貸方か借方かによる。上記を参照。）の項目と

して、または定期預金口座は「クレディ・アグリコル内部取引」の項目として計上される。

 

外貨建て取引

地域銀行の外貨建て取引は、クレディ・アグリコル・エス・エーを通じて資金が提供される。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーにより発行された中長期債

これらは、市場で販売されるか、または地域銀行から顧客に販売される。これらは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの貸借対照表上、発行された証券の種類により「債務証券」または「劣後債務」のいずれか

の項目で負債計上される。

 

流動性リスクおよびソルベンシー・リスクのヘッジならびに銀行の破綻処理
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フランス通貨金融法典（CMF）第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに基づき、クレ

ディ・アグリコル・ネットワークの中央機関であるクレディ・アグリコル・エス・エーは、各関連金融機関

の、またネットワーク全体として、流動性およびソルベンシーを確保するために必要なあらゆる手段を講じ

なければならない。その結果、ネットワークの各構成機関は、当該内部財政連帯メカニズムの恩恵を受け

る。

CMF（Code monétaire et financier－フランス通貨金融法典）の一般規定は、かかる法定の連帯メカニズ

ムにおいて実施すべき業務上の措置を定める内部規定に反映されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの新規株式公開において、CNCA（現クレディ・アグリコル・エス・

エー）は、2001年に、地域銀行との間で、特にクレディ・アグリコル・ネットワーク内の内部関係を統括す

ることを目的とした契約を締結した。この契約は、特に、関連する構成機関が困難な状況に陥った場合に支

援することで、クレディ・アグリコル・エス・エーがネットワークの中央機関としての役割を果たすことが

できるよう、流動性リスクおよびソルベンシー・リスク管理基金（FRBLS）を設立することを定めている。か

かる契約の主な条項は、クレディ・アグリコル・エス・エーが2001年10月22日にフランスの証券取引委員会

に提出した登録書類（第R.01-453号）の第Ⅲ章に記載されている。

2014年に、欧州の金融危機管理の枠組みが、欧州連合指令第2014/59号（「銀行再建・破綻処理指令－

BRRD」として知られる。）により採択された。これは、2015年8月20日付命令第2015-1024号によりフランス

法に組み込まれた。また、同命令によりフランス法は、単一破綻処理メカニズムおよび単一破綻処理基金の

枠組みにおける金融機関および一定の投資会社の破綻処理のための統一規則および統一手続を定める2014年7

月15日付欧州規則第806/2014号の規定に適合した。BRRDを改正した2019年5月20日付指令(EU)第2019/879号

は、「BRRDⅡ」として知られ、2020年12月21日付命令第2020-1636号によりフランス法に組み込まれた。

この金融危機の予防および解決のための手段を含む枠組みは、金融の安定の維持、破綻した場合に経済に

重大な影響を与えうる金融機関の活動、サービスおよび業務の継続性の確保、預金者の保護ならびに公的財

政支援の利用を可能な限り回避または制限することを目的としている。この一環として、単一破綻処理委員

会を含む欧州の破綻処理当局には、金融機関またはそれが属するグループの全部または一部の破綻処理に関

連するあらゆる必要な手段を講じるための広範囲に及ぶ権限が与えられている。

協同組合銀行グループについて、破綻処理当局は「拡大シングル・ポイント・オブ・エントリー（拡大

SPE）」による破綻処理戦略を支持しているため、破綻処理が行われる場合は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーと関連する事業体のレベルで同時に行われることになる。これは、クレディ・アグリコル・グルー

プが破綻処理される場合に、（中央機関としての）クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその関連する

事業体から構成される範囲全体が、拡大シングル・ポイント・オブ・エントリーとみなされるためである。

上記およびネットワーク内の連帯メカニズムを勘案すると、クレディ・アグリコル・ネットワークの構成機

関を個別に破綻処理することはできない。

破綻処理当局は、金融機関が破綻したかまたは破綻するおそれがあり、別の民間の対策により合理的な期

間内に破綻を防ぐ合理的な見込みがなく、破綻処理の措置が必要で、清算手続では上記の破綻処理の目的の

達成に不十分であるとみなした場合、当該金融機関に対し破綻処理手続を開始することができる。

破綻処理当局は、下記のとおり、当該機関の資本再構成または存続可能性の回復を目的とする1つまたは複

数の破綻処理手法を使用することができる。破綻処理手法は、（株式、相互株式、CCI、CCA等の）資本性証

券の保有者が最初に損失を負担し、次いで債権者（ただし、法的にまたは破綻処理当局の決定により、ベイ

ルインから除外されない場合。）が損失を負担する方法で実施されなければならない。フランス法はまた、

破綻処理中の金融機関の資本性証券の保有者および債権者が負う損失は、フランス商法に基づく法的清算手

続の場合に負担する損失より大きくなってはならないという原則（CMF第L.613-57-I条に規定されるNCWOL原

則）等、一定の破綻処理の手法または決定の実施時における保護措置も定めている。したがって、投資家

は、当該機関の破綻処理時に受けた扱いが通常の破産手続に服した場合に受けるであろう扱いよりも不利な

ものである場合、補償を要求することができる。
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破綻処理当局がクレディ・アグリコル・グループについて破綻処理を実施することを決定した場合、損失

負担のために、最初に、CET1資本調達手段（株式、相互株式、CCIおよびCCA）、その他Tier 1資本調達手段

ならびにTier 2資本調達手段の額面金額を削減し、次に、場合により、その他Tier 1資本調達手段および

Tier 2資本調達手段
(1)

を資本性証券に転換する。その後、破綻処理当局がベイルイン手法を使用することを

決定した場合には、債務証券
(2)

にも適用され、損失負担のためにこれらの資本調達手段の一部もしくは全部

の元本削減または株式への転換が行われることになる。

中央機関およびすべての関連する事業体に関して、破綻処理当局は、調整された方法で、減損または転換

措置および（適用ある場合には）内部救済措置を実施することを決定できる。かかる場合、対象の事業体で

あるかにかかわらず、また損失の発生源にかかわらず、減損または転換措置および（適用ある場合には）内

部救済措置が、クレディ・アグリコル・ネットワーク内のすべての事業体に適用される。

破綻処理における債権者の順位は、破綻処理実施日時点で有効なCMF第L.613-55-5条の規定により定められ

る。

同順位または清算における同一の権利を有する資本性証券の保有者および債権者は、当行グループのどの

事業体の債権者であるかにかかわらず、平等に扱われる。

この救済措置の対象は、クレディ・アグリコル・グループの資本構成を変更することを目的としているた

め、連結レベルの資本要件に基づいて決定される。

投資家は、破綻処理手続が当行グループに実施された場合、ネットワーク構成機関の株式、相互株式、CCI

およびCCAの保有者ならびに負債性金融商品の保有者が、どのグループ事業体の債権者であるかにかかわら

ず、投資の全部または一部を失う重大なリスクがあることを認識しなければならない。

破綻処理当局が実施することのできる他の破綻処理手法は、基本的に当該機関の活動の全部または一部を

第三者またはつなぎ機関に売却し、当該機関の資産を分離することである。

当該破綻処理の枠組みは、フランス通貨金融法典第R.512-18条における定義によりクレディ・アグリコ

ル・ネットワークに適用される、同法典第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに影響を

与えない。実務上、かかるメカニズムは破綻処理手続が行われる前に実施されるべきであるとクレディ・ア

グリコル・エス・エーは考えている。

したがって、クレディ・アグリコル・グループに対して破綻処理手続が実施されることは、法定の内部財

政連帯メカニズムでは1つまたは複数のネットワーク事業体、ひいてはネットワーク全体の破綻を救済するこ

とができなかったことを意味する。当該破綻処理手続はまた、（1988年に第三者の債権者に対して、地域銀

行が連帯して各々の資本の総額を上限として与えた）クレディ・アグリコル・エス・エーの債務に対する保

証の発動条件が満たされる可能性を限定することになる。かかる保証は、クレディ・アグリコル・エス・

エーの破産または解散により資産が不足する場合に実施される可能性があるという再認識が必要である。

 

(1) CMF第L.613-48条および第L.613-48-3条。

(2) CMF第L.613-55条および第L.613-55-1条。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行との間の資本関係

クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行との間の資本関係は、クレディ・アグリコル・エス・エー

の新規株式公開に先立ち当事者間で締結された契約により規定されている。

かかる契約の規定に基づき、地域銀行は、それらが完全所有する持株会社であるSASリュ・ラ・ボエスィを

通じてクレディ・アグリコル・エス・エーに対して支配力を行使している。SASリュ・ラ・ボエスィの目的

は、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金および議決権を常に50％以上所有するために十分な株式を

所有することである。

また、同契約に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーは、各地域銀行（99.9％所有しているコルシ

カ地域銀行を除く。）の資本金の約25％を直接所有していた。2016年8月3日に実施された当行グループの資

本構造を簡素化する取引の結果、クレディ・アグリコル・エス・エーが保有する協同投資証券（certificats
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coopératifs d'investissement（ CCI)）および協同組合証券（certificats coopératifs d'associés

（CCA)）の大部分が、地域銀行が共同で所有する持株会社（Sacamミュチュアリザシオン）に移管された。

 

関連当事者に関する情報

当行グループの法的構造を鑑みて、またクレディ・アグリコル・エス・エーはクレディ・アグリコル・

ネットワークの中央機関である事実から、クレディ・アグリコル・エス・エーの関連当事者は、持分法適用

会社を含む連結会社、当行グループの上級業務執行役員および地域銀行である。

クレディ・アグリコルの内部資金調達構造に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行
(1)

と

の間の取引は、貸借対照表および損益計算書においてクレディ・アグリコル内部取引として示される（注記

4.1「受取利息および支払利息」、注記4.2「受取報酬および手数料ならびに支払報酬および手数料」、注記

6.5「償却原価で測定する金融資産」および注記6.7「償却原価で測定する金融負債」）。

 

(1) 全部連結されているコルシカ地域銀行を除く。

 

その他の株主間契約

当事業年度中に締結された株主間契約は、注記2「当期中の主要な構造改革および重大な事象」に詳述され

ている。

 

連結貸借対照表に影響を与える連結会社との関係

クレディ・アグリコル・エス・エーの連結会社の一覧は注記12「2024年12月31日現在の連結範囲」に記載

されている。年度末における当行グループの全部連結会社との間の既存の取引および残高は連結手続の中で

相殺消去されているため、持分法適用会社との取引のみが当行グループの連結財務書類に影響を与える。

2024年12月31日現在の連結貸借対照表において当該取引に相当する主要な残高およびコミットメントは、

持分法適用会社との取引に関する次の金額である。

・金融機関に対する貸出金および債権：263百万ユーロ（2023年12月31日現在は408百万ユーロ）

・顧客に対する貸出金および債権：2,527百万ユーロ（2023年12月31日現在は1,574百万ユーロ）

・金融機関に対する債務：2,338百万ユーロ（2023年12月31日現在は2,428百万ユーロ）

・顧客に対する債務：1,472百万ユーロ（2023年12月31日現在は451百万ユーロ）

・金融商品に関して付与したコミットメント：1,881百万ユーロ（2023年12月31日現在は1,298百万ユーロ）

・金融商品に関して受領したコミットメント：5,554百万ユーロ（2023年12月31日現在は3,682百万ユーロ）

これらの事業体と行われた取引は、当期の損益計算書に重大な影響を与えなかった。

 

退職金、早期退職金および退職給付金の管理：当行グループ内の内部ヘッジ契約

注記1.2「会計方針および会計原則」に記載されているとおり、従業員は、様々な種類の退職後給付を付与

される。かかる給付は、以下に関するものである。

・退職給付金

・「確定拠出」制度または「確定給付」制度による年金制度

これに関する債務は、クレディ・アグリコル・グループの生命保険会社であるプレディカとの団体保険契

約により部分的に積み立てられている。

かかる団体保険契約は、以下を定めている。

・雇用主が退職給付金または様々な年金制度を補償するのに十分な資金を確保するために行った拠出金を投

資するためのミューチュアル・ファンドを保険会社が設定すること。

・保険会社が資金を管理すること。

・受取人に対して様々なプランに基づく給付金を支払うこと。
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退職後給付に関する情報は、注記7「従業員給付およびその他の報酬」の7.3項および7.4項に記載されてい

る。

 

上級経営陣との関係

上級経営陣の報酬に関する詳細は、注記7「従業員給付およびその他の報酬」の7.7項に記載されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーとその上級経営陣、それらの家族またはそれらが支配する会社との間

で行われ、かつ当行グループの連結範囲に含まれていない重要な取引はない。

 

次へ
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 クレディ・アグリコル・エス・エー　2024年12月31日現在

％持分
(1)

 

  
(1) クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の直接持分（自己株式を除く。）

(2) 支配割合（％）

 

 

注記：これは、クレディ・アグリコル・エス・エーの主要な事業体を示すことを目的とした簡略化された組

織図である。連結範囲の詳細については、注記12を参照。クレディ・アグリコル・エス・エーとその子会社

との間の財務フローは、必要な場合、関連当事者間契約の対象となり、それ自体が法定監査人の特別報告の

対象である。クレディ・アグリコル・グループの（特に、クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行と

の間の）内部構造は、連結財務書類冒頭の「内部資金調達構造」の項目に詳述されている。

 

次へ
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(2) 連結財務書類

 

(ⅰ) 損益計算書

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

受取利息および類似収益 4.1  63,444 10,141,523  59,120 9,450,332

支払利息および類似費用 4.1  (49,145) (7,855,828)  (44,876) (7,173,429)

受取報酬および手数料 4.2  14,820 2,368,977  13,202 2,110,340

支払報酬および手数料 4.2  (5,454) (871,822)  (4,973) (794,934)

純損益を通じて公正価値で測定

する金融商品に係る純利益／

（損失）

4.3

 

12,929 2,066,701

 

11,857 1,895,341

売買目的保有資産／負債に係る

純利益／（損失）
 

 
4,277 683,678

 
3,651 583,612

純損益を通じて公正価値で測定

するその他の金融資産／負債に

係る純利益／（損失）

 

 

8,652 1,383,022

 

8,205 1,311,569

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融商品に係る

純利益／（損失）

4.4

 

(336) (53,710)

 

(483) (77,208)

純損益に組替えられる可能性の

あるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融

商品に係る純利益／（損失）

 

 

(506) (80,884)

 

(637) (101,824)

純損益に組替えられることのな

いその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商

品に係る分配（配当金）

 

 

170 27,175

 

153 24,457

償却原価で測定する金融資産の

認識中止により生じた純利益／

（損失）

4.5

 

(124) (19,821)

 

- -

償却原価で測定する金融資産か

ら純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産への分類変更に

より生じた純利益／（損失）

 

 

- -

 

- -

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産から純

損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産への分類変更により

生じた純利益／（損失）

 

 

- -

 

- -

保険収益純額
(1) 5.3  (9,293) (1,485,486)  (8,352) (1,335,067)

保険収益   14,090 2,252,287  13,454 2,150,622

保険サービス費用   (10,625) (1,698,406)  (10,400) (1,662,440)

保有している再保険契約に係

る収益または費用
 

 
(168) (26,855)

 
(75) (11,989)

保険金融収益または保険金融

費用
 

 
(12,581) (2,011,073)

 
(11,395) (1,821,491)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 590/1736



保有している再保険契約に係

る保険金融収益または保険金

融費用

 

 

49 7,833

 

48 7,673

保険に関する金融投資に係る

信用リスク費用
 

 
(58) (9,271)

 
15 2,398

その他の業務収益 4.6  2,294 366,696  2,179 348,313

その他の業務費用 4.6  (1,954) (312,347)  (2,492) (398,346)

収益   27,181 4,344,883  25,180 4,025,023

営業費用 4.7  (13,650) (2,181,953)  (12,990) (2,076,452)

有形固定資産および無形資産の

減価償却費、償却費および減損
4.8

 
(1,245) (199,013)

 
(1,151) (183,987)

営業総利益   12,286 1,963,917  11,039 1,764,584

リスク費用 4.9  (1,850) (295,723)  (1,777) (284,053)

営業利益   10,436 1,668,195  9,262 1,480,531

持分法適用会社の純利益持分   194 31,011  197 31,490

その他の資産に係る純利益／（損

失）
4.10

 
(4) (639)

 
85 13,587

のれんの変動額 6.14  - -  2 320

税引前利益   10,626 1,698,566  9,546 1,525,928

法人所得税 4.11  (2,472) (395,149)  (2,200) (351,670)

非継続事業からの純利益／（損

失）
6.11

 
- -

 
(3) (480)

当期純利益   8,154 1,303,417  7,343 1,173,779

非支配持分 12.3  1,067 170,560  995 159,051

当期純利益－当行グループの持分   7,087 1,132,857  6,348 1,014,728

1株当たり利益
(2) 6.17

 2.109

ユーロ

337

円

 1.943

ユーロ

311

円

希薄化後1株当たり利益
(2) 6.17

 2.109

ユーロ

337

円

 1.943

ユーロ

311

円

(1) 保険収益純額として表示されている項目は、注記5.3「保険事業の特徴」に記載のとおり、費用控除後の投資収益お

よび保険金融収益または保険金融費用で構成されている。

(2) 超劣後債に係る利息は除き、非継続事業または売却目的保有事業からの純利益／（損失）を含む利益に相当する。

 

(ⅱ) 当期純利益およびその他の包括利益／（損失）計算書

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

当期純利益   8,154 1,303,417  7,343 1,173,779

退職後給付に係る数理計算上の差益／（差

損）
4.12

 
39 6,234  (139) (22,219)

金融負債の自己の信用リスクの変動に起因

するその他の包括利益／（損失）
4.12

 
(365) (58,345)  (263) (42,041)

純損益に組替えられることのない資本性金

融商品に係るその他の包括利益／（損失）
4.12

 
117 18,702  23 3,677

純損益に組替えられることのないその他の

包括利益に認識される保険金融収益または

保険金融費用

4.12

 

(82) (13,108)  (128) (20,461)
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純損益に組替えられることのない税引前そ

の他の包括利益／（損失）（持分法適用会

社を除く。）

4.12

 

(291) (46,516)  (507) (81,044)

持分法適用会社の純損益に組替えられるこ

とのない税引前その他の包括利益／（損

失）

4.12

 

1 160  12 1,918

純損益に組替えられることのないその他の

包括利益／（損失）に係る法人所得税（持

分法適用会社を除く。）

4.12

 

48 7,673  97 15,505

持分法適用会社の純損益に組替えられるこ

とのないその他の包括利益／（損失）に係

る法人所得税

4.12

 

- -  (1) (160)

非継続事業からの純損益に組替えられるこ

とのないその他の包括利益／（損失）
4.12

 
- -  - -

純損益に組替えられることのないその他の

包括利益／（損失）（税引後）
4.12

 
(242) (38,684)  (399) (63,780)

為替換算調整勘定に係る利益／（損失） 4.12  488 78,007  (376) (60,104)

純損益に組替えられる可能性のある負債性

金融商品に係るその他の包括利益／（損

失）

4.12

 

(587) (93,832)  9,885 1,580,117

ヘッジ手段のデリバティブに係る利益／

（損失）
4.12

 
532 85,040  1,025 163,846

純損益に組替えられるその他の包括利益に

認識される保険金融収益または保険金融費

用

 

 

407 65,059  (9,471) (1,513,939)

純損益に組替えられるその他の包括利益に

認識される、保有している再保険契約に係

る保険金融収益または保険金融費用

 

 

(5) (799)  27 4,316

純損益に組替えられる可能性のある税引前

その他の包括利益／（損失）（持分法適用

会社を除く。）

4.12

 

835 133,475  1,090 174,237

持分法適用会社の純損益に組替えられる可

能性のある税引前その他の包括利益／（損

失）、当行グループの持分

4.12

 

(31) (4,955)  (73) (11,669)

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益／（損失）に係る法人所得税

（持分法適用会社を除く。）

4.12

 

(83) (13,268)  (380) (60,743)

持分法適用会社の純損益に組替えられる可

能性のあるその他の包括利益／（損失）に

係る法人所得税

4.12

 

- -  - -

非継続事業からの純損益に組替えられる可

能性のあるその他の包括利益／（損失）
4.12

 
- -  - -

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益／（損失）（税引後）
4.12

 
722 115,412  637 101,824

その他の包括利益／（損失）（税引後） 4.12  480 76,728  238 38,044

当期純利益およびその他の包括利益   8,634 1,380,145  7,581 1,211,823

うち、当行グループの持分   7,552 1,207,187  6,646 1,062,363

うち、非支配持分   1,082 172,958  935 149,460
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(ⅲ) 貸借対照表－資産

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

現金および中央銀行預け金 6.1  162,339 25,949,889  177,320 28,344,602

純損益を通じて公正価値で測定する金融資

産

3.1

3.2

6.2

6.6

 

600,919 96,056,902  523,572 83,692,984

売買目的保有金融資産   371,156 59,329,287  301,925 48,262,711

純損益を通じて公正価値で測定するその

他の金融商品
 
 

229,763 36,727,616  221,647 35,430,273

ヘッジ手段のデリバティブ
3.3

3.5

 
19,194 3,068,161  20,453 3,269,412

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産

3.1

3.2

6.4

6.6

 

223,600 35,742,460  215,476 34,443,839

純損益に組替えられる可能性のあるその

他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

 

 

217,494 34,766,416  209,352 33,464,917

純損益に組替えられることのないその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融商品

 

 

6,106 976,044  6,124 978,921

償却原価で測定する金融資産

3.1

3.2

3.4

6.5

6.6

 

1,202,475 192,215,629  1,151,020 183,990,547

金融機関に対する貸出金および債権   565,403 90,379,670  554,928 88,705,241

顧客に対する貸出金および債権   548,101 87,613,945  516,281 82,527,518

債務証券   88,971 14,222,014  79,811 12,757,788

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価

調整
 
 

(242) (38,684)  (6,241) (997,624)

当期税金資産および繰延税金資産 6.9  5,032 804,365  6,303 1,007,535

未収収益およびその他の資産 6.10  51,934 8,301,650  59,313 9,481,183

売却目的保有非流動資産および非継続事業 6.11  822 131,397  9 1,439

資産である発行した保険契約 5.3  10 1,599  - -

資産である保有している再保険契約 5.3  1,021 163,207  1,093 174,716

持分法適用会社に対する投資 13.2  2,928 468,041  2,599 415,450

投資不動産 6.12  10,363 1,656,526  10,824 1,730,216

有形固定資産 6.13  9,712 1,552,463  8,586 1,372,472

無形資産 6.13  3,412 545,408  3,142 502,249

のれん 6.14  16,263 2,599,641  15,929 2,546,251

資産合計   2,309,782 369,218,653  2,189,398 349,975,270

 

(ⅳ) 貸借対照表－負債および株主持分
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   2024年12月31日  2023年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

中央銀行からの預り金 6.1  1,389 222,032  274 43,799

純損益を通じて公正価値で測定する金融負

債
6.2

 
413,537 66,103,889  357,937 57,216,229

売買目的保有金融負債   311,824 49,845,066  267,860 42,817,421

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融負債
 
 

101,713 16,258,823  90,077 14,398,808

ヘッジ手段のデリバティブ
3.3

3.5

 
27,261 4,357,671  30,992 4,954,071

償却原価で測定する金融負債   1,331,045 212,767,543  1,290,822 206,337,897

金融機関に対する債務
3.4

6.7

 
178,418 28,520,117  202,623 32,389,287

顧客に対する債務

3.1

3.4

6.7

 

868,115 138,768,183  834,998 133,474,430

債務証券
3.4

6.7

 
284,512 45,479,243  253,201 40,474,180

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価

調整
 
 

(7,241) (1,157,474)  (11,586) (1,852,022)

当期税金負債および繰延税金負債 6.9  3,243 518,394  3,090 493,937

未払費用およびその他の負債 6.10  61,068 9,761,720  60,568 9,681,795

売却目的保有非流動資産および非継続事業

に係る負債
6.11

 
194 31,011  21 3,357

負債である発行した保険契約 5.3  362,862 58,003,491  348,452 55,700,052

負債である保有している再保険契約 5.3  70 11,190  76 12,149

引当金 6.15  3,770 602,635  3,516 562,033

劣後債務
3.4

6.16

 
29,273 4,679,289  25,317 4,046,922

負債合計   2,226,471 355,901,389  2,109,478 337,200,058

株主持分   83,311 13,317,263  79,919 12,775,052

株主持分－当行グループの持分   74,710 11,942,394  71,086 11,363,097

資本金および資本剰余金   30,904 4,940,004  30,907 4,940,484

利益剰余金   38,688 6,184,277  36,265 5,796,960

その他の包括利益   (1,969) (314,745)  (2,434) (389,075)

非継続事業に係るその他の包括利益   - -  - -

当期純利益／（損失）   7,087 1,132,857  6,348 1,014,728

非支配持分   8,601 1,374,870  8,833 1,411,955

負債および株主持分合計   2,309,782 369,218,653  2,189,398 349,975,270
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(ⅴ) 株主持分変動計算書

 

（百万ユーロ） 当行グループの持分

 資本金および資本剰余金  その他の包括利益／（損失）    

 資本金

資本剰余

金および

利益剰余

金
(1)

自己株式

の消却

その他の

資本性金

融商品

資本金お

よび利益

剰余金合

計  

純損益に

組替えら

れる可能

性のある

その他の

包括利

益／（損

失）

純損益に

組替えら

れること

のないそ

の他の包

括利益／

（損失）

その他の

包括利

益／（損

失）合計  

当期純利

益

株主持分

合計

2023年1月1日現在の株主持分（公表

額）
9,128 54,944 (287) 5,989 69,774  (2,832) (423) (3,255)  - 66,519

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
- (228) - - (228)  375 148 523  - 295

2023年1月1日現在の株主持分（修正

再表示後）
9,128 54,716 (287) 5,989 69,546  (2,457) (275) (2,732)  - 66,814

増資／減資 31 40 - - 71  - - -  - 71

保有自己株式の変動 - - (90) - (90)  - - -  - (90)

資本性金融商品の発行／償還 - (4) - 1,231 1,227  - - -  - 1,227

永久超劣後債の償還 - (454) - - (454)  - - -  - (454)

2023年度に支払った配当金 - (3,168) - - (3,168) - - -  - (3,168)

支配の喪失を伴わない子会社株式の

追加取得／一部譲渡の影響
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 44 - - 44  - - -  - 44

株主との取引による変動 31 (3,542) (90) 1,231 (2,370)  - - -  - (2,370)

その他の包括利益の変動 - 44 - - 44  744 (384) 360  - 404

うち、利益剰余金に組替えられた

純損益に組替えられることのない

資本性金融商品に係るその他の包

括利益／（損失）

- 40 - - 40  - (40) (40)  - -

うち、利益剰余金に組替えられた

自己の信用リスクの変動に起因す

るその他の包括利益／（損失）

- 3 - - 3  - (3) (3)  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  (71) 9 (62)  - (62)

2023年度の当期純利益 - - - - -  - - -  6,348 6,348

その他の変動 - (48) - - (48)  - - -  - (48)

2023年12月31日現在の株主持分（修

正再表示後）
9,159 51,170 (377) 7,220 67,172  (1,784) (650) (2,434)  6,348 71,086

2023年度における純利益の処分 - 6,348 - - 6,348  - - -  (6,348) -

2024年1月1日現在の株主持分（修正

再表示後）
9,159 57,518 (377) 7,220 73,520  (1,784) (650) (2,434)  - 71,086

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
- - - - -  - - -  - -

2024年1月1日現在の株主持分（修正

再表示後）
9,159 57,518 (377) 7,220 73,520  (1,784) (650) (2,434)  - 71,086

増資／減資 (35) (119) - - (154)  - - -  - (154)

保有自己株式の変動 - - 49 - 49  - - -  - 49

資本性金融商品の発行／償還 - (18) - (2) (20)  - - -  - (20)

永久超劣後債の償還 - (445) - - (445)  - - -  - (445)

2024年度に支払った配当金 - (3,177) - - (3,177) - - -  - (3,177)

支配の喪失を伴わない子会社株式の

追加取得／一部譲渡の影響
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 48 - - 48  - - -  - 48

株主との取引による変動 (35) (3,711) 49 (2) (3,699)  - - -  - (3,699)

その他の包括利益／（損失）の変動 - 125 - - 125  771 (288) 483  - 608

うち、利益剰余金に組替えられた

純損益に組替えられることのない

資本性金融商品に係るその他の包

括利益／（損失）

- 114 - - 114  - (114) (114)  - -
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うち、利益剰余金に組替えられた

自己の信用リスクの変動に起因す

るその他の包括利益／（損失）

- 11 - - 11  - (11) (11)  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  (19) 1 (18)  - (18)

2024年度の当期純利益 - - - - -  - - -  7,087 7,087

その他の変動
(2) - (354) - - (354)  - - -  - (354)

2024年12月31日現在の株主持分 9,124 53,578 (328) 7,218 69,592  (1,032) (937) (1,969)  7,087 74,710

(1) 自己株式の消却前の利益剰余金

(2) うち、AT1の返済に関連する為替の影響は-266千ユーロである。
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（百万ユーロ）  非支配持分  

     その他の包括利益／（損失）    

  

資本、関

連する準

備金およ

び利益  

純損益に

組替えら

れる可能

性のある

その他の

包括利

益／（損

失）

純損益に

組替えら

れること

のないそ

の他の包

括利益／

（損失）

その他の

包括利

益／（損

失）合計  

株主持分

合計  

連結株主

持分合計

2023年1月1日現在の株主持分（公表

額）
 9,109  (156) 8 (148)  8,961  75,480

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
 -  - - -  -  295

2023年1月1日現在の株主持分（修正再

表示後）
 9,109  (156) 8 (148)  8,961  75,775

増資／減資  -  - - -  -  71

保有自己株式の変動  -  - - -  -  (90)

資本性金融商品の発行／償還  (499)  - - -  (499)  728

永久超劣後債の償還  (150)  - - -  (150)  (604)

2023年度に支払った配当金  (465)  - - -  (465)  (3,633)

支配の喪失を伴わない子会社株式の追

加取得／一部譲渡の影響
 -  - - -  -  -

株式報酬による変動  10  - - -  10  54

株主との取引による変動  (1,104)  - - -  (1,104)  (3,474)

その他の包括利益の変動  -  (34) (26) (60) (60)  344

うち、利益剰余金に組替えられた純

損益に組替えられることのない資本

性金融商品に係るその他の包括利

益／（損失）

 -  - - -  -  -

うち、利益剰余金に組替えられた自

己の信用リスクの変動に起因するそ

の他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  -  (2) 2 -  -  (62)

2023年度の当期純利益  995  - - -  995  7,343

その他の変動  41  - - -  41  (7)

2023年12月31日現在の株主持分（修正

再表示後）
 9,041  (192) (16) (208)  8,833  79,919

2023年度における純利益の処分  -  - - -  -  -

2024年1月1日現在の株主持分（修正再

表示後）
 9,041  (192) (16) (208)  8,833  79,919

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
 -  - - -  -  -

2024年1月1日現在の株主持分（修正再

表示後）
 9,041  (192) (16) (208)  8,833  79,919

増資／減資  -  - - -  -  (154)

保有自己株式の変動  -  - - -  -  49

資本性金融商品の発行／償還  (786)  - - -  (786)  (806)

永久超劣後債の償還  (127)  - - -  (127)  (572)

2024年度に支払った配当金  (581)  - - -  (581)  (3,758)

取得および処分による非支配持分への

影響
 -  - - -  -  -

株式報酬による変動  12  - - -  12  60

株主との取引による変動  (1,482)  - - -  (1,482)  (5,181)

その他の包括利益／（損失）の変動  3  (19) 45 26  29  637

うち、利益剰余金に組替えられた純

損益に組替えられることのない資本

性金融商品に係るその他の包括利

益／（損失）

 -  - - -  -  -
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うち、利益剰余金に組替えられた自

己の信用リスクの変動に起因するそ

の他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  -  (12) - (12)  (12)  (30)

2024年度の当期純利益  1,067  - - -  1,067  8,154

その他の変動  166  - - -  166  (188)

2024年12月31日現在の株主持分  8,794  (223) 29 (194)  8,601  83,311
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（百万円） 当行グループの持分

 資本金および資本剰余金  その他の包括利益／（損失）    

 資本金

資本剰余金

および利益

剰余金
(1)

自己株式の

消却

その他の資

本性金融商

品

資本金およ

び利益

剰余金合計  

純損益に組

替えられる

可能性のあ

るその他の

包括利益／

（損失）

純損益に組

替えられる

ことのない

その他の包

括利益／

（損失）

その他の包

括利益／

（損失）合

計  当期純利益 株主持分合計

2023年1月1日現在の株主持分（公表額） 1,459,111 8,782,798 (45,877) 957,342 11,153,374  (452,695) (67,617) (520,312)  - 10,633,062

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指

針の影響
- (36,446) - - (36,446)  59,944 23,658 83,602  - 47,156

2023年1月1日現在の株主持分（修正再表

示後）
1,459,111 8,746,353 (45,877) 957,342 11,116,928  (392,751) (43,959) (436,710)  - 10,680,218

増資／減資 4,955 6,394 - - 11,349  - - -  - 11,349

保有自己株式の変動 - - (14,387) - (14,387)  - - -  - (14,387)

資本性金融商品の発行／償還 - (639) - 196,775 196,136  - - -  - 196,136

永久超劣後債の償還 - (72,572) - - (72,572)  - - -  - (72,572)

2023年度に支払った配当金 - (506,405) - - (506,405) - - -  - (506,405)

支配の喪失を伴わない子会社株式の追加

取得／一部譲渡の影響
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 7,033 - - 7,033  - - -  - 7,033

株主との取引による変動 4,955 (566,189) (14,387) 196,775 (378,845)  - - -  - (378,845)

その他の包括利益の変動 - 7,033 - - 7,033  118,928 (61,382) 57,546  - 64,579

うち、利益剰余金に組替えられた純損

益に組替えられることのない資本性金

融商品に係るその他の包括利益／（損

失）

- 6,394 - - 6,394  - (6,394) (6,394)  - -

うち、利益剰余金に組替えられた自己

の信用リスクの変動に起因するその他

の包括利益／（損失）

- 480 - - 480  - (480) (480)  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  (11,349) 1,439 (9,911)  - (9,911)

2023年度の当期純利益 - - - - -  - - -  1,014,728 1,014,728

その他の変動 - (7,673) - - (7,673)  - - -  - (7,673)

2023年12月31日現在の株主持分（修正再

表示後）
1,464,066 8,179,525 (60,263) 1,154,117 10,737,444  (285,172) (103,903) (389,075)  1,014,728 11,363,097

2023年度における純利益の処分 - 1,014,728 - - 1,014,728  - - -  (1,014,728) -

2024年1月1日現在の株主持分（修正再表

示後）
1,464,066 9,194,252 (60,263) 1,154,117 11,752,172  (285,172) (103,903) (389,075)  - 11,363,097

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指

針の影響
- - - - -  - - -  - -

2024年1月1日現在の株主持分（修正再表

示後）
1,464,066 9,194,252 (60,263) 1,154,117 11,752,172  (285,172) (103,903) (389,075)  - 11,363,097

増資／減資 (5,595) (19,022) - - (24,617)  - - -  - (24,617)

保有自己株式の変動 - - 7,833 - 7,833  - - -  - 7,833

資本性金融商品の発行／償還 - (2,877) - (320) (3,197)  - - -  - (3,197)

永久超劣後債の償還 - (71,133) - - (71,133)  - - -  - (71,133)

2024年度に支払った配当金 - (507,843) - - (507,843) - - -  - (507,843)

支配の喪失を伴わない子会社株式の追加

取得／一部譲渡の影響
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 7,673 - - 7,673  - - -  - 7,673

株主との取引による変動 (5,595) (593,203) 7,833 (320) (591,285)  - - -  - (591,285)

その他の包括利益／（損失）の変動 - 19,981 - - 19,981  123,244 (46,037) 77,208  - 97,189

うち、利益剰余金に組替えられた純損

益に組替えられることのない資本性金

融商品に係るその他の包括利益／（損

失）

- 18,223 - - 18,223  - (18,223) (18,223)  - -

うち、利益剰余金に組替えられた自己

の信用リスクの変動に起因するその他

の包括利益／（損失）

- 1,758 - - 1,758  - (1,758) (1,758)  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  (3,037) 160 (2,877)  - (2,877)
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2024年度の当期純利益 - - - - -  - - -  1,132,857 1,132,857

その他の変動
(2) - (56,587) - - (56,587)  - - -  - (56,587)

2024年12月31日現在の株主持分 1,458,471 8,564,443 (52,431) 1,153,797 11,124,281  (164,965) (149,779) (314,745)  1,132,857 11,942,394

(1) 自己株式の消却前の利益剰余金

(2) うち、AT1の返済に関連する為替の影響は-42,520千円である。
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（百万円）  非支配持分  

     その他の包括利益／（損失）    

  

資本、関連

する準備金

および利益  

純損益に組

替えられる

可能性のあ

るその他の

包括利益／

（損失）

純損益に組

替えられる

ことのない

その他の包

括利益／

（損失）

その他の包

括利益／

（損失）合

計  

株主持分合

計  

連結株主持

分合計

2023年1月1日現在の株主持分（公表額）  1,456,074  (24,937) 1,279 (23,658)  1,432,416  12,065,478

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指針の

影響
 -  - - -  -  47,156

2023年1月1日現在の株主持分（修正再表示

後）
 1,456,074  (24,937) 1,279 (23,658)  1,432,416  12,112,634

増資／減資  -  - - -  -  11,349

保有自己株式の変動  -  - - -  -  (14,387)

資本性金融商品の発行／償還  (79,765)  - - -  (79,765) 116,371

永久超劣後債の償還  (23,978)  - - -  (23,978) (96,549)

2023年度に支払った配当金  (74,330)  - - -  (74,330) (580,735)

支配の喪失を伴わない子会社株式の追加取

得／一部譲渡の影響
 -  - - -  -  -

株式報酬による変動  1,599  - - -  1,599  8,632

株主との取引による変動  (176,474)  - - -  (176,474) (555,319)

その他の包括利益の変動  -  (5,435) (4,156) (9,591) (9,591) 54,988

うち、利益剰余金に組替えられた純損益

に組替えられることのない資本性金融商

品に係るその他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

うち、利益剰余金に組替えられた自己の

信用リスクの変動に起因するその他の包

括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  -  (320) 320 -  -  (9,911)

2023年度の当期純利益  159,051  - - -  159,051  1,173,779

その他の変動  6,554  - - -  6,554  (1,119)

2023年12月31日現在の株主持分（修正再表

示後）
 1,445,204  (30,691) (2,558) (33,249)  1,411,955  12,775,052

2023年度における純利益の処分  -  - - -  -  -

2024年1月1日現在の株主持分（修正再表示

後）
 1,445,204  (30,691) (2,558) (33,249)  1,411,955  12,775,052

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指針の

影響
 -  - - -  -  -

2024年1月1日現在の株主持分（修正再表示

後）
 1,445,204  (30,691) (2,558) (33,249)  1,411,955  12,775,052

増資／減資  -  - - -  -  (24,617)

保有自己株式の変動  -  - - -  -  7,833

資本性金融商品の発行／償還  (125,642)  - - -  (125,642) (128,839)

永久超劣後債の償還  (20,301)  - - -  (20,301) (91,434)

2024年度に支払った配当金  (92,873)  - - -  (92,873) (600,716)

取得および処分による非支配持分への影響  -  - - -  -  -

株式報酬による変動  1,918  - - -  1,918  9,591

株主との取引による変動  (236,898)  - - -  (236,898) (828,183)

その他の包括利益／（損失）の変動  480  (3,037) 7,193 4,156  4,636  101,824

うち、利益剰余金に組替えられた純損益

に組替えられることのない資本性金融商

品に係るその他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

うち、利益剰余金に組替えられた自己の

信用リスクの変動に起因するその他の包

括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  -  (1,918) - (1,918)  (1,918) (4,796)

2024年度の当期純利益  170,560  - - -  170,560  1,303,417

その他の変動  26,535  - - -  26,535  (30,052)

2024年12月31日現在の株主持分  1,405,721  (35,647) 4,636 (31,011)  1,374,870  13,317,263
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(ⅵ) キャッシュ･フロー計算書

 

当キャッシュ･フロー計算書は、間接法を用いて表示されている。

営業活動は、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益生成活動を示している。

税金に係るインフローおよびアウトフローはすべて、営業活動に含まれている。

投資活動は、連結会社および非連結会社に対する投資、有形固定資産ならびに無形資産の購入および処分

に係るキャッシュ・インフローおよびキャッシュ･アウトフローの影響を示している。このセクションには、

「純損益を通じて公正価値で測定」または「純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定」に分類される戦略的株式投資が含まれる。

財務活動は、株主持分および長期借入金に関する財務構造取引に係るキャッシュ・インフローおよび

キャッシュ･アウトフローの影響を示している。

非継続事業の営業活動、投資活動および財務活動に帰属するキャッシュ・フローの純額は、キャッシュ・

フロー計算書において個別の項目として記載されている。

現金および現金同等物純額には、現金、中央銀行預け金および預り金ならびに金融機関に対する要求払預

け金および預り金が含まれる。
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 2024年12月31日  2023年12月31日

 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

税引前利益 10,626 1,698,566  9,547 1,526,088

有形固定資産および無形資産の減価償却費およ

び減損（純額）
1,245 199,013  1,151 183,987

のれんおよびその他の固定資産の減損 - -  (2) (320)

引当金繰入額純額 17,225 2,753,416  9,661 1,544,311

持分法適用会社の純利益／（損失）持分 (194) (31,011)  (197) (31,490)

投資活動による利益／（損失）純額 4 639  (85) (13,587)

財務活動による利益／（損失）純額 5,081 812,198  3,525 563,471

その他の変動 (1,354) (216,437)  1,677 268,068

税引前利益に含まれる非現金項目およびその他

の調整項目合計
22,008 3,517,979  15,730 2,514,441

銀行間項目の変動 (30,360) (4,853,046)  (67,617) (10,808,577)

顧客項目の変動 (74) (11,829)  (14,303) (2,286,335)

金融資産および金融負債の変動 (27,147) (4,339,448)  9,390 1,500,992

非金融資産および非金融負債の変動 10,170 1,625,675  11,383 1,819,573

持分法適用会社からの配当金受取額 54 8,632  618 98,787

法人所得税支払額 (1,187) (189,742)  (1,260) (201,411)

営業活動において使用された資産および負債の変

動純額
(48,543) (7,759,599)  (61,789) (9,876,972)

非継続事業による現金収入／（支出） - -  - -

営業活動による現金収入／（支出）純額合計[A] (15,909) (2,543,054)  (36,512) (5,836,443)

株式投資の変動 (712) (113,813)  10,737 1,716,309

有形固定資産および無形資産の変動 (1,070) (171,040)  (885) (141,467)

非継続事業による現金収入／（支出） - -  - -

投資活動による現金収入／（支出）純額合計[B] (1,782) (284,853)  9,852 1,574,842

株主から受け取った／（に支払った）

現金
(5,141) (821,789)  (3,463) (553,561)

財務活動によるその他の現金収入／（支出） 14,589 2,332,052  20,010 3,198,599

非継続事業による現金収入／（支出） - -  - -

財務活動による現金収入／（支出）純額合計[C] 9,447 1,510,103  16,546 2,644,878

現金および現金同等物に対する為替レートの変動

の影響[D]
(1,195) (191,021)  (2,735) (437,190)

現金および現金同等物の増加／（減少）純額[A＋

B＋C＋D]
(9,438) (1,508,664)  (12,849) (2,053,913)

現金および現金同等物期首残高 142,584 22,792,052  155,431 24,845,645

現金勘定ならびに中央銀行預け金および預り金の

残高純額
* 177,002 28,293,770  207,577 33,181,183

金融機関に対する要求払預け金および預り金の残

高純額
** (34,418) (5,501,717)  (52,146) (8,335,538)

現金および現金同等物期末残高 133,146 21,283,388  142,584 22,792,052

現金勘定ならびに中央銀行預け金および預り金の

残高純額
* 160,914 25,722,103  177,002 28,293,770

金融機関に対する要求払預け金および預り金の残

高純額
** (27,768) (4,438,715)  (34,418) (5,501,717)
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現金および現金同等物の変動純額 (9,438) (1,508,664)  (12,848) (2,053,753)

* 　「現金ならびに中央銀行預け金および預り金」項目の残高純額（経過利息を除き、非継続事業に分類変更された事

業体の現金を含む。）から構成されている。

** 注記6.5記載の「貸倒が懸念されない当座貸越」および「貸倒が懸念されないコールローン」ならびに注記6.7記載

の「当座預金」および「コールマネー」（経過利息を除き、クレディ・アグリコルの内部取引を含む。）の残高か

ら構成されている。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 604/1736



 

(3) 連結財務書類に対する注記

 

注記1　適用された当行グループの会計方針および会計原則、評価ならびに見積り

 

1.1　適用された基準および比較可能性

 

別段の記載がない限り、本財務報告書に記載された金額はすべてユーロで表示し、百万ユーロ単位（小数

点以下四捨五入）で記載している。百万ユーロ未満を四捨五入することにより、表中の合計および小計が一

致しないことがある。

EC規則第1606/2002号に従い、連結財務書類は、2024年12月31日現在で適用可能な、欧州連合が採用した

IAS/IFRSの基準およびIFRICの解釈指針（「カーブアウト」版）に準拠して作成されており、マクロ・ヘッジ

会計に関してIAS第39号の特定の適用免除規定を利用している。

これらの基準および解釈指針は、以下の欧州委員会のホームページで閲覧可能である。

https://ec.europa.eu/info/business-economy-euro/company-reporting-and-auditing/company-

reporting/financial-reporting_en

当該基準および解釈指針は、2023年12月31日に終了した事業年度の当行グループの財務書類で適用され説

明されたものと同一である。

それらは、2024年12月31日現在で欧州連合によって採択され、2024事業年度に初度適用が義務付けられて

いるIFRSの基準によって補足されている。

当該基準および解釈指針には、以下が含まれる。

 

基準、修正または解釈指針

初度適用日

(以下の日以降に

開始する事業年度)

当行グループ

に対する

重大な影響の可能性

の有無

IAS第1号の修正

財務諸表の表示

負債の流動又は非流動への分類

2024年1月1日 無

IFRS第16号の修正

リース

セール・アンド・リースバック取引におけるリース負債

2024年1月1日 無

IAS第1号の修正

財務諸表の表示

特約条項付の非流動負債

2024年1月1日 無

IAS第7号／IFRS第7号の修正

サプライヤー・ファイナンス契約
2024年1月1日 無

 

また、欧州連合が採用した基準および解釈指針の早期適用は、一定期間は任意であるため、特段の記載が

ない限り、当行グループではかかる早期適用を行っていない。

 

2024年12月31日現在で欧州連合がまだ採用していない基準および解釈指針

2024年12月31日現在でIASBが公表しているものの欧州連合がまだ採用していない基準および解釈指針は、

当行グループにおいては適用されていない。これらは、欧州連合が予定する適用日までは強制適用とならな

いため、2024年12月31日現在、当行グループにおいては適用されていない。
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IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」

2024年4月に公表されたIFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」は、IAS第1号「財務諸表の表示」に

置き換わるもので、欧州連合による採択を条件として、2027年1月1日以降に開始する事業年度より適用され

る。

IFRS第18号では、損益計算書について新たな構造が導入され、損益計算書における収益および費用を「営

業」、「投資」および「財務」の3つの区分に分類した上で、小計を開示することが義務付けられる。

また、IFRS第18号では、企業に対し、IFRSに基づく財務諸表外での一般とのコミュニケーションで使用す

る経営者が定義した業績指標を、財務書類に対する注記に記載することが義務付けられる。

現在、当行グループ内での適用に向けた分析および準備作業が進められている。

 

IFRS第9号／IFRS第7号「金融商品の分類及び測定」

2024年5月に公表されたIFRS第9号およびIFRS第7号の修正は、欧州連合による採択を条件として、2026年1

月1日以降に開始する事業年度より適用されるもので、SPPIテストを用いた、特に、環境、社会およびコーポ

レート・ガバナンス（以下「ESG」という。）の特性等の偶発的特性を有する金融資産の分類について明確化

している。

これらの修正により、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するものとして指定された資本性金融商

品への投資および偶発的特性を有する金融商品に関する追加情報の開示が義務付けられる。

現在、当行グループ内での適用に向けた分析および準備作業が進められている。

 

IASBにより最終化され、承認されたIFRS解釈指針委員会の決定のうち、当行グループに影響を及ぼす可能性

のあるもの

 

基準、修正または解釈指針 公表日

当行グループ

に対する

重大な影響の可能性

の有無

IAS第27号

個別財務諸表における親会社と子会社との合併
2024年1月30日 無

IAS第37号

気候関連コミットメント
2024年4月29日 無

＊

IFRS第3号

引継期間中の継続雇用を条件とする支払
2024年4月29日 無

IFRS第8号

報告セグメントの収益及び費用の開示
2024年7月29日 無

* 2024年12月31日現在の当行グループのコミットメントを考慮し、引当金は計上していない。

 

1.2　会計方針および会計原則

 

財務書類作成時における評価および見積りの使用

財務書類作成時における見積りは、その性質上、一定の仮定に基づいており、将来における実現可能性に

関するリスクおよび不確実性を含んでいる。

将来における結果は、以下を含む多くの要素により影響を受けることがある。

・フランス国内金融市場および国際金融市場の動向

・金利および為替レートの変動

・特定の業種または国における経済的および政治的状況

・規則または法律の変更

・保険契約者の行動

・人口構成の変化
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このリストは、すべてを網羅するものではない。

2024年度において、フランスでは、6月の大統領による国民議会解散、解散総選挙の結果および2025年度予

算の未成立により、国家経済政策を取り巻く不確実性が高まった。一方、国際情勢は、ウクライナおよび中

東での衝突が継続していること、ならびに大きく二分した米国大統領選挙の結果が予測不能であったことか

ら、再び紛争および不確実性により特徴付けられた。堅調な米国経済とは対照的に、ユーロ圏の回復は緩や

かであった。インフレ率は引き続き低下したものの、中央銀行の目標値をわずかに上回る水準にとどまっ

た。そのため、各中央銀行は、かなり緩やかなペースではあるが、金融緩和を開始することができた。これ

は広く予想されていたことであり、既に低下していたソブリン債の金利により過大評価さえされていたこと

でもあった。中央銀行による政策金利の引下げが実施されると、債券の利回りは米国では上昇したが、ユー

ロ圏ではわずかに低下した。かかる様々な要素が、2024年12月31日現在の主要な会計上の見積りに影響を及

ぼした可能性がある。

仮定に基づく会計上の見積りは、主に以下の評価において使用される。

・公正価値で測定する金融商品（非連結持分投資を含む。）

・保険契約資産および保険契約負債

・再保険契約資産および再保険契約負債

・裁量権のある有配当性を伴わない投資契約に係る負債

・年金制度およびその他の退職後給付

・ストック・オプション制度

・償却原価で測定する、または純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品の減損

・引当金

・のれんの減損

・繰延税金資産

・持分法適用会社の評価

評価または見積りの使用に関する手順については、以下の該当する項目で説明している。

特に、IFRS第17号に基づく保険契約の測定は、重要な判断を要する。当行グループによるIFRS第17号の適

用に際して判断が必要となる主な事項は以下のとおりであり、それらについての情報は以下のセクションお

よび注記に記載されている。

・将来キャッシュ・フローの見積り（特に、これらのキャッシュ・フローの予想および契約の境界線の判

断）。セクション「保険契約の測定／将来キャッシュ・フローの見積り」および「保険契約の測定／契約

の境界線」を参照。

・非金融リスク調整の決定に使用する技法。セクション「保険契約の測定／非金融リスクに係る調整」を参

照。

・割引率の決定に使用するアプローチ。セクション「保険契約の測定／割引率」を参照。

・カバー単位の定義、および保険契約に基づき提供されるサービスを反映して各期間の純損益に配分される

CSMの金額の決定。セクション「契約上のサービス・マージンの純損益への認識」を参照。

・移行日時点で存在する契約グループに関連する移行期の金額の決定。注記5.3「保険事業の特徴」のセク

ション「保険契約－移行期の金額」を参照。

 

金融商品（IFRS第9号、IFRS第13号、IAS第32号およびIAS第39号）

定義

IAS第32号では、金融商品は、一方の企業に金融資産を、またもう一方の企業に金融負債または資本性金融

商品を生じさせる契約と定義されており、現金もしくはその他の金融資産を受領する契約上の権利または現

金もしくはその他の金融資産を支払う契約上の義務を示す契約を意味する。

当財務書類において、金融資産および金融負債は、欧州連合が採用したIFRS第9号に従って扱われている。
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デリバティブ商品とは、原資産（ただし、非金融変数の場合は、当該変数が契約当事者に固有のものでは

ない場合に限る。）の価値の変動に応じてその価値が変動し、必要な初期投資額が少額またはゼロで、その

決済が将来のある日に行われる金融資産または金融負債である。

IFRS第9号は、金融商品の分類および測定、信用リスクの減損／引当、ならびにマクロ・ヘッジ取引を除く

ヘッジ会計に関する原則を定めている。

しかし、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に基づく一般的なヘッジ・モデルを適用しない

ことを選択した点に留意する必要がある。したがって、マクロ・ヘッジに関する規定が今後定められるま

で、ヘッジ関係はすべて引き続きIAS第39号の範囲内に含められる。

「グリーン」または「ESG」金融資産および「グリーン・ボンド」金融負債は、様々な金融商品で構成され

ており、主に環境プロジェクトおよび環境移行の資金調達に使用される貸出金および借入金に関連するもの

である。なお、これらの適格なすべての金融商品が、ESG基準に応じてリターンが変動するとは限らないこと

に留意する必要がある。この用語は、サステナブル・ファイナンスに関する欧州規制により変更される可能

性がある。これらの金融商品は、IFRS第9号に従い、下記の原則を用いて認識されている。特に、ESG関連指

数に連動する貸出金は、レバレッジローンではない場合や、または金融商品のキャッシュ・フローの変動性

の観点から変動が軽微であるとみなされる場合は、この単一の要素に基づいてSPPIテスト（契約条件の分

析）の要件を満たさないとはしていない。

 

金融資産および金融負債の評価手順

 

当初測定

金融資産および金融負債は、当初認識時に、IFRS第13号に定義される公正価値で測定される。

IFRS第13号に定義される公正価値は、評価日における主要な市場または最も有利な市場での市場参加者間

の通常の取引において、資産の売却により受領するかまたは負債の移転により支払う価格である。

 

事後測定

当初認識後、金融資産および金融負債は、その分類に応じて、負債性金融商品については実効金利法

（EIR）による償却原価またはIFRS第13号に定義される公正価値で測定される。デリバティブ商品は、常に公

正価値で測定される。

実効金利（EIR）とは、金融商品の予想残存期間にわたる将来の現金支払額または受取額の見積額を、当該

金融資産または金融負債の正味帳簿価額まで割引く利率である。

償却原価は、金融資産または金融負債の当初認識時の測定額（取得または発行に直接起因する取引費用を

含む。）から元本の返済額を控除し、当初金額と満期金額との差額（ディスカウントまたはプレミアム）に

つき実効金利法（EIR）により計算される償却累計額を加減したものである。その金額は、償却原価で測定す

る金融資産または純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資

産の場合、減損に関する修正のために必要に応じて調整されることがある（「信用リスクに対する減損／引

当金」の項を参照。）。

 

金融資産

金融資産の分類および測定

非デリバティブ金融資産（負債性金融商品または資本性金融商品）は、貸借対照表上、その後の会計処理

および評価方法を決定する会計区分に分類される。

金融資産の分類および評価の基準は、以下のどちらに該当するかに従い、金融資産の性質によって決定さ

れる。

・負債性金融商品（たとえば、貸出金および固定または確定利付証券）

・資本性金融商品（たとえば、株式）
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これらの金融資産は、以下の3つの区分のいずれかに分類される。

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

・償却原価で測定する金融資産（負債性金融商品のみ）

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（負債性金融商品については純損益に組替えら

れる可能性のある項目、資本性金融商品については純損益に組替えられることのない項目）

 

負債性金融商品

負債性金融商品の分類および評価は、公正価値オプションを使用する場合を除き、2つの要件（ポートフォ

リオ・レベルで定義される事業モデルおよび負債性金融商品別の契約条件の分析（SPPIテスト））の組み合

わせによって行われる。

 

3つの事業モデル

事業モデルは、クレディ・アグリコル・エス・エーの経営陣が目的を達成するために金融資産を管理する

上で従う戦略である。事業モデルは、資産ポートフォリオを対象とするものであり、個々の金融資産に対す

る個別の意図とはならない。

事業モデルは以下の3つに区別される。

・資産の残存期間にわたり契約上のキャッシュ・フローの回収のみを目的とする、「回収」のために資産

を保有する事業モデル。このモデルでは、すべての資産について契約上の満期まで保有することを必ず

しも示唆していないものの、資産の売却は厳格に管理されている。

・資産の残存期間にわたり契約上のキャッシュ・フローの回収と当該資産の売却を目的とする、「回収お

よび売却」のために資産を保有する事業モデル。このモデルでは、金融資産の売却とキャッシュ・フ

ローの受領の両方が不可欠である。

・資産の売却を主な目的とする「その他／売却モデル」

これらは特に、売却によるキャッシュ・フローの回収を目的とするポートフォリオ、その業績が公正価値

に基づき評価されるポートフォリオおよび売買目的保有金融資産のポートフォリオに関係している。

金融資産を管理するための管理戦略が、「回収モデル」および「回収および売却モデル」のいずれにも該

当しない場合、これらの金融資産は、「その他／売却」の管理モデルにあるポートフォリオに分類される。

 

契約条件（「元本および利息の支払のみ」または「SPPI」テスト）

「SPPI」テストは、累積的に検証される一連の判定要件を組み合わせて、契約上のキャッシュ・フローが

単純な資金調達の特性（元本の返済および元本残高に対する利息の支払い）であるかの要件を満たしている

か否かを確認する。

このテストは、資金調達が元本の返済のみを認めている場合で、かつ（金利が固定であるか変動であるか

を問わず）受領した利息が貨幣の時間価値、金融商品に係る信用リスク、通常のローン契約のその他コスト

およびリスクならびに合理的な利益マージンを反映しているときに充足される。

単純な資金調達において、利息とは時間の経過に伴う費用であり、当該期間中の信用リスクおよび流動性

リスクの価格であり、資産保有コストに関するその他の要素（たとえば、管理費等）である。

このような定性分析で結論を出すことができない場合には、定量分析（またはベンチマーク・テスト）が

行われる。この追加の分析では、分析対象資産の契約上のキャッシュ・フローについて、ベンチマーク資産

のキャッシュ・フローと比較する。

金融資産のキャッシュ・フローとベンチマーク資産のキャッシュ・フローの差異が軽微であると判断され

た場合、当該資産は単純な資金調達とみなされる。

さらに、複数の金融商品を契約により互いにリンクさせ、信用リスクの集中をもたらすことによって金融

資産の保有者間での支払いに対する優先劣後構造（以下「トランシェ」という。）を設けて、特別目的事業

体が発行した金融資産については、個別の分析が行われる。
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各トランシェには、ストラクチャード・エンティティによるキャッシュ・フローの分配順位を定めた優先

劣後の順位が割り当てられる。

この場合、「SPPI」テストでは、当該資産および原資産の契約上のキャッシュ・フローの特性については

「ルック・スルー」アプローチに基づいた分析、また引き受けたトランシェの信用リスクについては原資産

の信用リスクと比較した分析を行う必要がある。

事業モデルの認定と「SPPI」テストの組み合わせによる負債性金融商品の認識方法は、以下の図で示すこ

とができる。

 

 

償却原価で測定する負債性金融商品

当初認識時に公正価値で測定される負債性金融商品で、「回収モデル」に該当し、「SPPI」テストの要件

を満たすものは、償却原価で事後測定される。

これらは決済／受渡日に計上され、当初評価には経過利息および取引費用も含まれる。

貸出金および債権ならびに利付証券に係るプレミアムまたはディスカウントおよび取引費用の償却は、実

効金利法を用いて損益計算書に認識される。

この区分の金融商品は、「信用リスクに対する減損／引当金」の項に記載の条件を満たした場合に減損し

ているとみなされる。

 

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品

当初認識時に公正価値で測定される負債性金融商品で、「回収および売却モデル」に該当し、SPPIテスト

の要件を満たすものは、純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で事後測定

される。

これらは取引日に計上され、当初評価には経過利息および取引費用も含まれる。利付証券に係るプレミア

ムまたはディスカウントおよび取引費用の償却は、実効金利法を用いて損益計算書に認識される。

これらの金融資産はその後、公正価値で測定され、公正価値の変動は、純損益に組替えられる可能性のあ

るその他の包括利益に計上され、残高勘定（実効金利法により純損益に認識される経過利息を除く。）と相

殺される。

当該有価証券が売却される場合、これらの変動は損益計算書に振り替えられる。

この区分の金融商品は、「信用リスクに対する減損／引当金」の項に記載の条件に従い、予想信用損失

（ECL）の調整が行われる（ただし、貸借対照表上の公正価値には影響しない。）。

 

純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品

以下に該当する負債性金融商品は、純損益を通じて公正価値で測定される。

・売買目的保有金融資産または売却を主目的とする金融資産で構成されるポートフォリオに分類される金融

商品。
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売買目的保有金融資産は、主に短期売却目的で企業が取得もしくは管理した資産、または短期的な価格変

動または裁定取引の利鞘から利益を得る目的で1つの単位として運用される金融商品ポートフォリオに含ま

れるものである。クレディ・アグリコル・エス・エーが当該資産を保有している期間中、契約上のキャッ

シュ・フローを受領するが、これらの契約上のキャッシュ・フローの受領は必須ではなく付随的なもので

ある。

・「SPPI」テストの要件を満たしていない負債性金融商品。これは、特に投資信託が該当する。

・損益計算書における会計処理の差異を軽減する目的でクレディ・アグリコル・エス・エーが公正価値で測

定するものとして指定するポートフォリオに分類される金融商品。この場合、純損益を通じて公正価値で

測定するものとして指定された金融商品に分類される。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値（取引費用（純損益に直接計上）を除き、経過

利息を含む。）で当初認識される。

これらはその後、公正価値で測定され、公正価値の変動は、損益計算書の「収益」に計上され、残高勘定

と相殺される。これらの金融商品の利息は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／

（損失）」に計上される。

この区分の金融資産は、信用リスクの減損がない。

定義により純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品でその事業モデルが「その他／売却」であ

るものは、決済日／引渡日に計上される。

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された負債性金融商品は、取引日に計上される。

定義により純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品であって、SPPIテストの要件を満たさな

かったものは、決済日に計上される。

 

資本性金融商品

資本性金融商品は、かかる金融商品が売買目的で保有されていないことを条件として純損益に組替えられ

ることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定するものとして分類し測定する取消不能の選択を

行った場合を除き、最初から純損益を通じて公正価値で認識される。

 

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 611/1736



純損益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値（取引費用（純損益に直接計上）を除く。）で

当初認識される。売買目的保有の資本性金融商品は、取引日に計上される。純損益を通じて公正価値で測定

される、売買目的保有ではない資本性金融商品は、決済日に計上される。

これらはその後、公正価値で測定され、公正価値の変動は、損益計算書の「収益」に計上され、残高勘定

と相殺される。

この区分の金融資産は、減損しない。

 

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品（取消不能

の選択）

資本性金融商品について純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で認識する

という取消不能の選択は、取引レベルで（科目ごとに）採用され、当初認識日に適用される。当該有価証券

は、取引日に計上される。

当初公正価値には、取引費用が含まれる。

その後の評価において、公正価値の変動は、純損益に組替えられることのないその他の包括利益に認識さ

れる。売却された場合、これらの変動は純損益に組替えられることはない。売却損益は、株主持分に認識さ

れる。

以下の場合に、配当金のみが純損益に認識される。

・配当金を受領する事業体の権利が確定している場合

・配当金に関連する経済的便益が事業体へ流入する可能性が高い場合

・配当金の金額が信頼性をもって見積もることができる場合

この区分の金融資産は、減損しない。

 

金融資産の分類変更

金融資産の管理に使用する事業モデルに重大な変更が生じた場合（新規事業、事業体の取得、重要な事業

の処分または中止）、これらの金融資産について分類変更を行う必要がある。分類変更は、ポートフォリオ

内のすべての金融資産に対して、分類変更日より適用される。

それ以外の場合、既存の金融資産について事業モデルの変更は行わない。新たな事業モデルが特定された

場合、新たな管理ポートフォリオにグループ化される新たな金融資産に対して将来的に適用される。

 

有価証券の一時的な購入および売却

有価証券の一時的な売却（有価証券貸付、買戻し条件付契約に基づく有価証券の売却）は、一般的に、認

識の中止の条件を満たさない。

貸付有価証券または買戻し条件付契約に基づいて売却された有価証券は、貸借対照表に引き続き計上され

る。買戻し条件付契約に基づいて売却された有価証券の場合、受取額（譲受人に対する負債を表す。）が譲

渡人の貸借対照表の負債の部に計上される。

借入有価証券または売戻し条件付契約に基づいて受領した有価証券は、譲受人の貸借対照表に認識されな

い。

売戻し条件付契約に基づく有価証券の場合、譲渡人に対する債務が譲受人の貸借対照表に計上され、支払

額と相殺される。その後有価証券が転売された場合、譲受人は当該契約に基づき受領した有価証券を返却す

る義務の履行に係る公正価値と同額の負債を計上する。

このような取引に関連する収益および費用は、純損益を通じて公正価値で測定する資産および負債の場合

を除き、比例的に純損益に計上される。
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金融資産の認識の中止

以下の場合に、金融資産（または金融資産のグループ）の全部または一部の認識が中止される。

・当該金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する場合、または

・事実上1名以上の受益者に属するために移転したかもしくは移転されたとみなされる場合、および金融資産

のリスクおよび経済価値が実質的にすべて移転されている場合

この場合、移転時に生じたかまたは留保された権利および義務はすべて、個別の資産および負債として認

識される。

キャッシュ・フローに対する契約上の権利は移転されたものの、所有に伴うリスクおよび経済価値の一部

ならびに支配が留保された場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、引き続き、金融資産を当該資産に

対する当行グループの継続的関与の範囲まで認識する。

カウンターパーティーが財政困難に陥ったわけではなく、商業的な関係を発展させる、または維持するた

めに商業的な理由から再交渉が行われる金融資産は、再交渉日において認識が中止される。顧客に供与され

る新たな貸出金は、再交渉日に公正価値で当初認識される。その後の認識については、事業モデルおよび

SPPIテストによって決定される。

 

利息に対する政府助成（IAS第20号）

農業・農村部門の支援および住宅購入者の援助を行うためのフランス政府の施策に基づき、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの一部の企業は、政府が定める金利で助成貸出金を供与する。その結果、政府は、こ

れらの企業に対して、助成金貸出金利と所定の基準金利の差額を支払う。したがって、これらの助成金によ

る便益を享受する貸出金は、市場金利で供与される。

助成金制度は、政府により定期的に見直される。

IAS第20号に従って、政府から受領した助成金は、損益計算書の「受取利息および類似収益」に計上され、

当該貸出金の残存期間にわたって配分される。

 

金融負債

金融負債の分類および測定

金融負債は、貸借対照表上、以下の2つの会計区分に分類される。

・（その性質によりまたは選択により）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

・償却原価で測定する金融負債

 

その性質により純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

主として短期間で買戻す目的で発行された金融商品、一体的に管理され、最近の特性として短期的な利益

獲得の傾向があると識別された金融商品のポートフォリオの一部を構成する金融商品、およびデリバティブ

（特定のヘッジ手段のデリバティブを除く。）は、その性質により、純損益を通じて公正価値で測定され

る。

このポートフォリオの公正価値の変動は、純損益を通じて認識される。

 

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債

基準で定義された以下の3つの条件のいずれかを満たしている金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定

するものとして指定される。その条件とは、1つ以上の分離可能な組込デリバティブを含むハイブリッド商品

である場合、会計処理上のミスマッチを軽減または解消することを目的としている場合、または金融負債が

グループで運用され、その運用実績が公正価値で測定される場合である。

この選択は取消不能で、当該金融商品の当初認識日より強制適用される。

その後の測定において、これらの金融負債は、自己の信用リスクに関係のない公正価値の変動については

純損益を通じて、自己の信用リスクに関係のある価値変動については純損益に組替えられることのないその
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他の包括利益を通じて公正価値で測定される。ただし、これにより会計上のミスマッチが悪化する場合を除

く（この場合、基準により要求されているとおり、当行の自己の信用リスクに関係のある価値変動について

は純損益に計上される）。

 

償却原価で測定する金融負債

金融負債の定義を満たしているその他すべての負債（デリバティブを除く。）は、償却原価で測定され

る。

これらの負債は、公正価値（取引収益および取引費用を含む。）で当初測定され、その後、実効金利法を

使用した償却原価で測定される。

 

預金および貯蓄口座

預金および貯蓄口座は、クレディ・アグリコル・グループ内での預金システムの特性にかかわらず、「償

却原価で測定する金融負債－顧客に対する債務」の区分に計上され、地域銀行で組成される預金はクレ

ディ・アグリコル・エス・エーで一元管理される。当行グループにとって、これらの預金の最終的な契約相

手先は、最終顧客である。

預金および貯蓄は、公正価値で当初測定され、その後、償却原価で測定される。

規制貯蓄商品は、その性質上、市場金利を負担するとみなされる。

注記6.15「引当金」に記載のとおり、住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定に対しては、必要に応じ

て、引当金が計上される。

 

金融負債の分類変更

金融負債の当初分類は、取消不能である。その後の分類変更は認められていない。

 

負債性金融商品と資本性金融商品との区別

有価証券は、契約条件の内容に基づき、負債性金融商品または資本性金融商品に分類される。

以下の契約上の義務を含む金融負債は、負債性金融商品に該当する。

・他の企業に現金、その他の金融資産または変動数の資本性金融商品を提供する、または

・潜在的に不利な条件で他の企業と金融資産および金融負債を交換する

資本性金融商品は、裁量的なリターンを提供し、企業のすべての金融負債控除後の純資産に対する残余持

分を表し、かつ負債性金融商品に該当しない、償還不能な金融商品である。

 

自己株式の買戻し

自己株式またはクレディ・アグリコル・エス・エーが購入した権利行使レートが一定である自己株式オプ

ション等の同等のデリバティブは、ストック・オプション制度をカバーするために保有する株式を含めて、

金融資産の定義を満たさず、株主持分から控除される。当該株式による損益計算書への影響は発生しない。

 

金融負債の認識の中止および条件変更

金融負債は、以下の場合に、その全部または一部の認識が中止される。

・金融負債が消滅した場合、または

・定量分析または定性分析により、条件緩和後に金融負債に著しい変更があったと示唆される場合

既存の金融負債について大幅な条件変更が行われた場合、当初の金融負債の消滅と新しい金融負債の認識

（更改）として計上しなければならない。消滅した負債と新しい負債の帳簿価額の差額は、直ちに損益計算

書に認識される。
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金融負債の認識が中止されない場合、当初の実効金利は維持される。ディスカウント／プレミアムは、条

件変更が行われた日に直ちに損益計算書に認識され、その後は、当初の実効金利を使用して当該金融商品の

残存期間にわたって配分される。

 

金融資産および金融負債に対するマイナス金利

2015年1月のIFRS解釈指針委員会の決定に従い、IFRS第15号に基づく収益の定義を満たさない、金融資産に

係るマイナスの受取利息（支払利息）は、損益計算書において、受取利息の減少ではなく、支払利息として

認識する。金融負債に係るマイナスの支払利息（受取利息）についても同様である。

 

信用リスクに対する減損／引当金

適用の範囲

IFRS第9号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の残高に関する予想信用損失（ECL）の価

値調整を認識する。

・償却原価または純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性

金融商品の金融資産（貸出金および債権、債務証券）

・純損益を通じて公正価値で測定されない融資コミットメント

・IFRS第9号において規定される、純損益を通じて公正価値で測定されない金融保証コミットメント

・IFRS第16号において規定されるリース債権

・IFRS第15号に基づく取引により発生した売掛債権

資本性金融商品（純損益を通じてまたは純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正

価値で測定するもの）は、減損規定の対象ではない。

純損益を通じて公正価値で測定するデリバティブおよびその他の金融商品については、ECLモデルにおいて

対象となっていないカウンターパーティー・リスクが計算される。この計算については、「第3　事業の状況

－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に詳述されている。

 

信用リスクおよび減損／引当金設定に関するステージ

信用リスクは、取引相手先の債務不履行により当該取引相手先が当行グループに対するコミットメントを

履行できなくなることに伴う損失リスクと定義されている。

信用リスクに対する引当金設定の手続には、3つのステージがある。

・ステージ1：金融商品（クレジット、債務証券、保証等）の当初認識時に、クレディ・アグリコル・エス・

エーは12ヶ月の予想信用損失を認識する。

・ステージ2：特定の取引またはポートフォリオについて信用の質が著しく悪化している場合、クレディ・ア

グリコル・エス・エーは全期間の予想信用損失を認識する。

・ステージ3：取引または取引相手先について、見積将来キャッシュ・フローに悪影響を及ぼすような債務不

履行事由が1つ以上発生した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、残存期間にわたり発生する信用

損失を認識する。その後、金融商品をステージ3に分類するための条件が満たされなくなった場合、ステー

ジ2に分類変更され、その後に信用の質が改善された場合にはステージ1に分類変更される。

 

債務不履行の定義

ECL引当金の要件における債務不履行の定義は、管理および規制比率の計算に使用されるものと同じであ

る。したがって、債務者は、以下の条件の少なくとも1つが満たされた場合に、債務不履行に陥っていると判

断される。

・支払が大幅に遅延（原則として期限より90日を超えて延滞）している場合。ただし、かかる延滞が債務者

の財政状況とは無関係の理由によるという事実を示す特殊な事情があるときは、この限りではない。
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・債務者が債務を返済する可能性が低いとクレディ・アグリコル・エス・エーが判断した場合。ただし、担

保権の実行など何らかの措置を講じているときは、この限りではない。

債務不履行貸出金（ステージ3）は、当該金融資産からの見積将来キャッシュ・フローに悪影響を及ぼすよ

うな事象が1つ以上発生した場合に減損していると判断される。金融資産の減損の兆候には、以下の事象に関

する観察可能なデータが含まれる。

・発行体または債務者の著しい財政困難

・支払の不履行または延滞等の契約違反

・債務者の財政困難に関連した経済的または契約上の理由により、債権者が、債務者に対し、他の状況では

検討しないような譲歩を1つ以上行ったこと

・債務者の破産または財務リストラクチャリングの可能性の増大

・財政困難に起因する、金融資産の活発な市場の消滅

・発生した信用損失を反映した、ディープ・ディスカウントでの金融資産の購入または組成

特定の事象を個別に識別することは必ずしも可能ではない。金融資産の減損は、複数の事象の複合的な影

響により生じることがある。

債務不履行となった取引相手先は、債務者がもはや債務不履行ではないと判断できる観察期間（90日）が

終了した後にのみ健全な状態に戻る(リスク管理部門による評価)。

 

予想信用損失（以下「ECL」という。）の定義

ECLは、割引後の信用損失（元本および利息）を債務不履行リスクの発生確率で加重計算した予想価値と定

義される。これは、契約上のキャッシュ・フローと予想キャッシュ・フロー（元本および利息を含む。）の

差額の現在価値に相当する。

ECLアプローチは、可能な限り早期に予想信用損失の認識を予測することを目的とする。

 

ECLの管理および測定

IFRS第9号のパラメータを測定する仕組みの管理は、バーゼルの枠組みの一環として整備された体制に基づ

いている。グループ・リスク管理部門は、方法論的枠組みを定め、貸倒引当金の仕組みを監督する責任を負

う。

当行グループは、ECLの計算に必要なIFRS第9号のパラメータを算出するために、主に内部格付システムお

よび現行のバーゼルのプロセスに依拠している。信用リスクの変動の評価は、予想損失モデルおよび合理的

なシナリオに基づく推定を基礎としている。入手可能で、関連性を有する、合理的かつ裏付可能な情報（将

来予測の性質を有する情報を含む。）はすべて保持されなければならない。

かかる計算式には、デフォルト率、デフォルト時損失率およびデフォルト時エクスポージャーのパラメー

タが含まれる。

これらの算定は、規制上の枠組みの一環として使用される内部モデルに概ね基づいているが、経済的ECLを

決定する際に調整される。IFRS第9号では、過去の損失実績および将来予測のマクロ経済データを考慮しなが

ら一時点（Point in Time）で分析を行うことを推奨している。これに対し、健全性規制では、デフォルト率

（以下「PD」という。）について景気循環サイクルを通じた（Through The Cycle）分析、デフォルト時損失

率（Loss Given Default、以下「LGD」という。）について景気後退時（Downturn）分析を用いる。

会計上のアプローチでも、特に内部回収コスト、またはデフォルト時損失率（LGD）に関する規制上の計算

において規制当局により設定されている下限を取り除くために、特定のバーゼルのパラメータに関して再計

算を要求している。

ECLは、該当する商品の種類（すなわち、金融商品であるかオフバランスシート商品であるか）に応じて算

定される。

今後12ヶ月間の予想信用損失（ステージ1）は、全期間予想信用損失（ステージ2およびステージ3）の一定

割合を占め、報告期間後の12ヶ月間（または、金融商品の予想残存期間が12ヶ月に満たない場合は、より短
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い期間）に債務不履行が生じた場合における全期間キャッシュ・フローの不足額を12ヶ月以内のデフォルト

率で加重計算した額を表す。

予想信用損失は、金融商品の当初認識時に使用した実効金利で割り引く。

ECLの測定においては、契約条件の一部で、クレディ・アグリコル・エス・エーが別途計上していない担保

およびその他の信用補完が含められる。保証された金融商品からの予想キャッシュ・フローの不足額を見積

る際には、保証による回収額および時期を反映する。IFRS第9号に基づき、信用リスクの著しい増大の評価に

は、保証等の有無は影響しない。これは、債務者の信用リスクの決定は保証を考慮せずに行うためである。

使用しているモデルおよびパラメータのバックテストは、少なくとも年1回行われる。

将来予測のマクロ経済データは、以下の2つのレベルにおいて適用される方法論的枠組みに従って考慮され

る。

・取引の償却期間にわたるPDおよびLGDのパラメータの見積りにおいて考慮する将来予測データに関する共通

の枠組みの決定については、グループ・レベル

・各自のポートフォリオについては、各事業体レベル

 

信用リスクの著しい増大

当行グループのすべての事業体は、各金融商品について、組成時から各報告日までの信用リスクの増大を

評価しなければならない。この信用リスクの変動に関する評価に基づき、事業体はそのエクスポージャーを

リスク・カテゴリ（ステージ）に分類する。

信用リスクの著しい増大を評価するために、当行グループは、2つの分析レベルによるプロセスを用いてい

る。

・第1レベルは、すべての当行グループ事業体に適用される絶対的および相対的な当行グループの基準ならび

に規則（将来予測的な中立の評価）に基づく。

・第2レベルは、各事業体がそのポートフォリオ内で保有するリスクに関する、現地の将来予測情報に基づく

専門家の評価に関係しており、当行グループのステージ2への分類変更基準の調整（ポートフォリオまたは

サブポートフォリオの12ヶ月のECLから全期間ECLへの変更）につながる可能性がある。

各金融商品につき、例外なく、信用リスクの著しい増大の評価を行う。同じ取引相手先の金融商品につい

てステージ1からステージ2に評価を引き下げる際、同じ取引先の他の金融商品に当該評価を波及させる必要

はない。信用リスクの著しい増大を評価する際、いかなる保証（株主保証を伴う取引を含む。）も考慮せ

ず、主たる債務者の信用リスクの変動を検討しなければならない。

類似の特性を有する少額の貸出金のポートフォリオについて発生する可能性のある損失は、個別評価では

なく、統計的基準で見積られることがある。

金融商品について、上記で定義した第1レベルにおける信用リスクの著しい増大の評価を格付モデルにより

行う場合、以下の2つの基準に基づいて行われる。

1.相対的な基準：

信用リスクの相対的な増大の重要度を評価するため、閾値は、報告期間末および当初認識日における将来

予測情報を含む、全期間のデフォルト率に基づき定期的に調整されている。

金融商品は、当初認識日におけるデフォルト率に対する報告日現在のデフォルト率の比率が、当行グルー

プの定義する倍率の閾値を上回った場合、ステージ2に分類される。

これらの閾値は、健全性リスク管理システムの区分に基づき、金融商品の同種ポートフォリオごとに決定

される。

また、当行グループは、デフォルト率が当初のデフォルト率の3倍を超え、かつデフォルト率が0.3％を超

える場合には、ステージ2に自動的に格下げする。

この相対的な変化による基準は、デフォルト率の絶対的な変化基準であるプラス30ベーシス・ポイントに

より補完される。1年以内のデフォルト率が0.3％を下回る場合、信用リスクは「重要でない」と判断され

る。
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2.絶対的な基準：

・クレディ・アグリコル・グループの信用リスク管理の慣行に従い、報告期間末において1年間のデフォルト

率が、個人顧客については15％、法人顧客については12％を上回る場合、リスクの増大が著しいと判断さ

れ、金融商品はステージ2の商品に分類される。

・クレディ・アグリコル・グループは、信用リスクの著しい増大およびステージ2への分類の閾値として、30

日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

・金融商品は、財政困難により条件緩和が行われた場合、ステージ2に分類される。

内部格付モデルがない場合、クレディ・アグリコル・グループは、信用リスクの著しい増大およびステー

ジ2への分類の最大閾値として、30日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

組成時からの信用リスクの増大が認められなくなった場合、減損は12ヶ月の予想信用損失（ステージ1）ま

で減額される。

特定の信用リスクの著しい増大の要因または指標について商品レベルでは識別できない部分を補うため

に、基準では、信用リスクの著しい増大の評価を金融商品ポートフォリオ・レベルで、またはポートフォリ

オのグループもしくはポートフォリオの一部について行うことを認めている。

以下のような共通の特性を有する金融商品については、ポートフォリオを構成して、集合的に減損を評価

することができる。

・金融商品の種類

・信用リスクの格付（内部格付システムを有する事業体については、バーゼル2の内部格付を含む。）

・担保の種類

・当初認識日

・満期までの残存期間

・業種

・債務者の地理的な位置

・金融資産に対する担保の価値（デフォルト率に影響がある場合（たとえば、特定の国におけるノンリコー

ス・ローンまたはローン・トゥ・バリュー・レシオ））

・販売チャネル、資金調達の目的等

したがって、信用リスクの著しい増大を市場ごとに区別することは可能である（住宅ローン、消費者金

融、農家・中小企業に対する貸出金、法人向けローン等）。

信用リスクについて同種ポートフォリオごとに評価するための金融商品のグループは、時間の経過に伴

い、新たな情報が入手され次第、変更されることがある。

有価証券について、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に従って、信用リスクの絶対水準を

適用するアプローチを用いる。この水準を下回るエクスポージャーは、ステージ1に分類され、12ヶ月のECL

に基づいて引当金が設定される。

そのため、有価証券の信用リスクの著しい増大の監視には、以下のルールが適用される。

・「投資適格」証券は、報告日時点で、ステージ1に分類され、12ヶ月のECLに基づいて引当金が設定され

る。

・「非投資適格」証券（NIG）は、報告日時点で、組成時からの信用リスクの著しい増大について監視される

必要があり、信用リスクの著しい増大が認められた場合にはステージ2（全期間ECL）に分類される。

相対的な信用リスクの増大は、債務不履行の発生が確認される前に評価されなければならない（ステージ

3）。

 

財政困難による条件緩和

財政困難により条件緩和した債務証券とは、債務者の財政困難に関連した経済的・法的理由により、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが他の状況下では検討されなかったような条件で、当初の融資条件（金利、
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満期等）を変更した負債性金融商品である。したがって、当該負債性金融商品のリスクが当初認識時から増

大したか否かにかかわらず、あらゆる負債性金融商品がこれに該当する。

「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－2．リスク管理」に記載されている

EBA（欧州銀行監督機構）の定義によると、財政困難に陥っている債務者の債務の条件緩和は、当該理由で行

われる1つまたは複数の与信契約の変更および顧客の財政困難により認められた借換えである。

この条件緩和の定義は、各契約に適用されるものであり、顧客レベルでは適用されない（同じ顧客に当該

評価を波及させない）。

したがって、財政困難により条件緩和した貸出金の定義は、以下の2つの累積基準で構成される。

・契約の変更または債務の借換え（譲歩）であること

・顧客が財政困難に陥っている（債務者が融資コミットメントを履行する上で困難に直面している、または

直面しそうである）こと

「契約の変更」には、例として以下の状況が含まれる。

・債務者の利益のために、変更後の契約と従来の契約の条件の間に差があること

・契約の変更によって、債務者にとっては有利な条件となるが、類似のリスク特性を有する同時期の当行の

他の顧客はその恩恵を受けないこと

「借換え」には、顧客がその財政状況により契約条件を満たすことができない債務の全部または一部を返

済することができるよう、顧客に対し新たな債務を供与する状況が含まれる。

貸出金（正常貸出金であるか債務不履行貸出金であるかを問わない。）の条件緩和では、判明する損失リ

スクの存在を推測する（ステージ3）。

したがって、条件緩和エクスポージャーの減損認識の必要性について、適切に分析する必要がある（条件

緩和によって、判明する損失の減損認識または債務不履行への分類が自動的に行われることはない。）。

「条件緩和貸出金」の分類は一時的なものである。

EBAの定義による条件緩和が行われると、エクスポージャーは、条件緩和時点で正常であった場合は最低2

年間、条件緩和時点で債務不履行であった場合は最低3年間、「条件緩和貸出金」への分類が維持される。特

定の事由（さらなるインシデント等）が発生した場合、これらの期間は延長される。

この種類の事象に伴う認識の中止が行われない場合で、将来支払キャッシュ・フローの減額をカウンター

パーティーに認めた場合、または条件緩和の一環として返済期限が延期された場合、ディスカウントがリス

ク費用に認識される。

これは、当初の実効金利で割り引かれた将来キャッシュ・フローの減額を意味し、以下の差額と同額であ

る。

・貸出金の帳簿価額

・当初の実効金利（融資コミットメントの締結日に定める。）で割り引かれた「条件緩和」貸出金の理論上

の将来キャッシュ・フローの合計額

元本の一部が放棄された場合、この金額は損失となり、直ちにリスク費用に計上される。

貸出金の条件緩和時に認識されるディスカウントは、リスク費用に計上される。

ディスカウントの戻入が行われる場合、時間の経過に関連する部分は「収益」に計上される。

 

回収不能勘定

貸出金が回収不能（すなわち、その全部または一部を回収できない。）と判断された場合、回収不能と判

断された金額について貸借対照表での認識を中止し、償却しなければならない。

貸出金の償却時期の決定は、専門家の意見に基づいて行われる。したがって、各事業体は、その事業に関

する知識に従って、リスク管理部門と共にこれを規定しなければならない。いかなる償却を行う前でも、ス

テージ3の減損損失を認識しなければならない（ただし、純損益を通じて公正価値で測定する資産を除

く。）。
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償却原価または純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する貸出金

の償却額は、リスク費用（額面金額）および「収益」（利息）に計上される。

 

デリバティブ金融商品

分類および測定

デリバティブ商品は、金融資産または金融負債であり、ヘッジ手段のデリバティブ商品とみなされない限

り、最初から売買目的保有のデリバティブ商品に分類される。

これらは、取引日に当初公正価値で貸借対照表に計上される。

これらはその後、公正価値で認識される。

報告期間末現在で、貸借対照表上のデリバティブの公正価値の変動に対応する金額は、以下のとおり計上

される。

・売買目的保有のデリバティブ商品および公正価値ヘッジについては、純損益を通じて計上される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に対する純投資のヘッジのデリバティブの有効部分に

ついては、純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて計上される。

 

ヘッジ会計

一般的枠組み

当行グループによる決定に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、基準により認められているよう

に、IFRS第9号の「ヘッジ会計」部分を適用しない旨を選択している。すべてのヘッジ関係については、遅く

とも、マクロ・ヘッジに関する基準が欧州連合により採用される日まで、引き続きIAS第39号の規定に従って

文書化する。しかしながら、IAS第39号に基づくヘッジ会計でも、IFRS第9号の分類および測定の原則を使用

して、どの金融商品がヘッジ適格要件を満たすかを判断している。

IFRS第9号に基づき、またIAS第39号のヘッジ原則を考慮した場合、償却原価または純損益に組替えられる

可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品は、公正価値ヘッジおよび

キャッシュ・フロー・ヘッジとして適格である。

 

文書化

ヘッジ関係は、以下の原則に従うものとする。

・公正価値ヘッジでは、ヘッジ対象リスクに起因し、かつ当期純利益に影響し得る、認識されている資産も

しくは負債または未認識の確定約定の公正価値の変動に対するエクスポージャーから保護することが意図

されている（たとえば、固定利付債の金利リスクに起因する公正価値の変動の全部または一部のヘッ

ジ）。

・キャッシュ・フロー・ヘッジでは、ヘッジ対象リスクに起因し、かつ（予定取引が実行されない場合に）

当期純利益に影響し得る、認識されている資産もしくは負債または実行される可能性が非常に高いとみな

される取引の将来キャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーから保護することが意図されてい

る（たとえば、変動利付債に係る将来の利払いの全部または一部の変動のヘッジ）。

・在外営業活動体に対する純投資のヘッジでは、クレディ・アグリコル・エス・エーの表示通貨であるユー

ロ以外の通貨で行われた海外投資の為替リスクに伴う公正価値の不利な変動のリスクから保護することが

意図されている。

ヘッジ会計の適用が適格であるためには、以下の要件も満たされなければならない。

・ヘッジ手段およびヘッジ対象が適格である。

・主としてヘッジ対象の個別の識別および特性、ヘッジ手段、ヘッジ関係の性質およびヘッジ対象リスクの

性質を含めて、開始時からの正式な文書化が行われている。

・開始時に、および各報告日に実施されたテストを通じて遡及的にヘッジの有効性が実証されている。
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金融資産または金融負債ポートフォリオの金利のヘッジでは、クレディ・アグリコル・グループは、欧州

連合が採用したIAS第39号の「カーブアウト」版に従って公正価値ヘッジのヘッジ関係を文書化している。特

に、以下のものが挙げられる。

・当行グループはデリバティブ金融商品およびヘッジ対象のポジション総額に基づいて、これらヘッジ関係

を文書化している。

・これらのヘッジ関係の有効性は、満期までのスケジュールに沿って測定される。

 

測定

公正価値で測定するデリバティブの再測定は、財務書類上、以下のとおり計上されている。

・公正価値ヘッジ：デリバティブの価値の変動およびヘッジ対象の価値の変動（ヘッジ対象のリスク相当

分）は、対称的に損益計算書に認識される。ヘッジの非有効部分の純額のみが、損益計算書に認識され

る。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ：デリバティブの価値の変動（未収利息を除く。）は、ヘッジの有効部分に

ついては貸借対照表の純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益の個別の勘定を通じて認識さ

れ、ヘッジの最終的な非有効部分はすべて損益計算書に認識される。株主持分に計上されたデリバティブ

に係る利益または損失は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが発生した時点で純損益に組替えられる。

・在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：デリバティブの価値の変動は、貸借対照表の純損益に組替えら

れる可能性のあるその他の包括利益の為替換算調整勘定に認識され、ヘッジの非有効部分はすべて損益計

算書に認識される。

ヘッジ会計の要件が満たされなくなった場合には、ヘッジ対象が消滅しない限り、以下の会計処理が将来

的に適用される。

・公正価値ヘッジ：デリバティブ商品のみが引き続き純損益を通じて再評価される。ヘッジ対象について

は、その分類に従って全額計上される。純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する負債性金融商品については、ヘッジ関係終了後の公正価値の変動は全額、株主持分に計

上される。償却原価で評価され、金利リスクがヘッジされたヘッジ対象に関しては、再評価調整額がヘッ

ジ対象の残存期間にわたり償却される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ：ヘッジ手段は、純損益を通じて公正価値で評価される。ヘッジの有効部分

について株主持分に累積された額は、ヘッジ対象のヘッジされたキャッシュ・フローが純損益に影響を与

えるまで、引き続き株主持分に認識される。金利リスクがヘッジされていたヘッジ対象の利払いは、損益

計算書に認識される。実際には、再評価調整額は、ヘッジ対象の残存期間にわたり償却される。

・在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：純投資が保有されている限り、ヘッジの有効部分について株主

持分に累積された額は引き続き株主持分に認識される。在外営業活動体に対する純投資が連結の範囲から

除外された際に、利益が計上される。

 

組込デリバティブ

組込デリバティブは、ハイブリッド契約のうちデリバティブの定義に合致する構成要素である。この定義

は、金融負債および非金融契約にのみ適用される。以下の3つの条件が満たされる場合、組込デリバティブ

は、主契約と分離して会計処理されなければならない。

・ハイブリッド契約は、純損益を通じて公正価値で測定されない。

・主契約から分離された組込デリバティブが、デリバティブの特徴を有している。

・デリバティブの特徴が、主契約の特徴に密接に関連していない。

 

金融商品の公正価値の決定

金融商品の公正価値を決定する際、観察可能なインプットを優先しなければならない。これは、IFRS第13

号により定義されたヒエラルキーに従って表示される。
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IFRS第13号では、公正価値は、評価日における主要な市場または最も有利な市場での市場参加者間の通常

の取引において、資産の売却により受領するかまたは負債の移転により支払う価額と定義されている。

公正価値は、各金融資産または金融負債につき個別に適用される。ポートフォリオの例外規定は、経営者

およびリスク監視戦略において認められ、かつ適切に文書化されている場合に適用することができる。した

がって、特定の公正価値パラメータは、金融資産および金融負債のグループが市場リスクまたは信用リスク

に対するエクスポージャーの純額で管理されている場合、純額ベースで計算される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、活発な市場における公表相場価格を参照することが公正価値の最

善の証拠であると考えている。

そのような相場価格が入手できない場合、関連する観察可能なデータを最大限に利用し、観察可能でない

データの利用を最小限にとどめる評価手法を使用して公正価値を決定する。

負債について（その性質によりまたは指定されて）純損益を通じて公正価値で測定する場合、公正価値は

発行体の自己の信用リスクを考慮する。

 

仕組債発行の公正価値

IFRS第13号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その発行する仕組債に関して、当行グループ

の新規発行債券の取得に対して専門家である市場参加者が受け取りに同意するスプレッドを参照した上で公

正価値評価を行い、認識することとしている。

 

公正価値ヒエラルキー

かかる基準では、評価手法で用いるインプットの観察可能性に基づいて公正価値を以下の3つのレベルに分

類している。

 

レベル1：活発な市場における（無調整の）相場価格である公正価値

レベル1は、評価日現在でクレディ・アグリコル・エス・エーがアクセスできる同一の資産または負債に関

して活発な市場において直接的な相場のある金融商品から構成される。これは、活発な市場で相場のある株

式および債券、活発な市場で相場のあるファンドならびに組織立った市場で相場のあるデリバティブ（特に

先物）が該当する。

市場は、相場価格が取引所、ブローカー、ディーラー、プライシング・サービスまたは規制機関から容易

かつ定期的に入手可能な場合に活発な市場とみなされる。また、当該価格は、実際に独立第三者間で定期的

に生じる取引を表している。

相殺する市場リスクを有する金融資産および金融負債について、クレディ・アグリコル・エス・エーは、

相殺するリスク・ポジションの公正価値を決定する基礎として仲値を使用する。当行グループは、未決済の

ショート・ポジションに最新の売り呼び値を、未決済のロング・ポジションに最新の買い呼び値を使用して

いる。

 

レベル2：レベル1に含まれるもの以外の、直接的または間接的に観察可能なインプットを使用して測定され

る公正価値

使用されるインプットは、直接的に（すなわち価格として）観察可能であるか、または間接的に（すなわ

ち価格から導き出して）観察可能であり、一般にクレディ・アグリコル・エス・エーの外部のデータ（すな

わち入手可能または利用可能な公表データであり、市場コンセンサスに基づいたもの）で構成される。

レベル2は以下により構成されている。

・活発でない市場で相場価格のある株式および債券、または活発な市場で相場価格はないが、観察可能な市

場データと市場参加者が通常使用している評価手法（割引キャッシュ・フロー法、ブラック・ショール

ズ・モデル等）を使用して公正価値が決定される株式および債券
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・店頭で取引される商品で、その公正価値が、観察可能な市場データ（すなわち定期的に入手可能な様々な

独立の外部情報源から導き出すことができるデータ）を使用したモデルにより測定されるもの。たとえ

ば、金利スワップの公正価値は、通常報告日に観察された市場金利イールド・カーブから導き出されてい

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーが観察可能な市場データ（金利イールド・カーブまたはインプライ

ド・ボラティリティ・サーフェス等）に基づく標準モデルを使用する場合、関連する商品の当初の公正価値

測定から生じた初日の利益または損失は、開始時に純損益に認識される。

 

レベル3：重要な観察可能でないインプットを使用して測定される公正価値

活発な市場において取引されていない複雑な商品の一部については、公正価値測定は、同一商品について

市場で観察できない仮定を使用した評価手法に基づいている。これらの商品はレベル3に開示される。

これに主に関連しているのは、公正価値測定が市場データと直接比較することのできないインプット（た

とえば相関またはボラティリティ等）を含む、複雑な金利商品、エクイティ・デリバティブ、仕組クレジッ

ト商品である。

取引価格は市場価値を反映していると考えられているため、初日の利益または損失の認識は繰り延べられ

る。

これらの仕組金融商品に関連するマージンは、通常、インプットが観察可能でないと考えられる期間にわ

たり純損益に認識される。市場データが「観察可能」になった際に、繰り延べられるべきマージンの残額は

直ちに純損益に認識される。

レベル2およびレベル3において開示される金融商品に使用された評価手法およびモデルは、市場参加者が

価格の決定において考慮する要素をすべて組み込んでいる。これらは、独立した管理部門により事前に検証

される。公正価値測定では、特に流動性リスクとカウンターパーティー・リスクの両方が考慮される。

 

金融資産と金融負債の相殺

IAS第32号に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーは、計上された金額を相殺する法的強制力のある

権利を有しており、かつ純額で決済するかまたは資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有している場

合にのみ、金融資産と金融負債を相殺して純額で報告している。

清算機関を通じて取扱われるデリバティブ商品および買戻し条件付契約で、IAS第32号により要求されてい

る2つの要件を満たしているものは、貸借対照表上で相殺されている。

 

金融商品に係る純利益（損失）

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）

純損益を通じて公正価値で認識する金融商品について、この項目には特に以下の損益計算書項目が含まれ

る。

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される、株式およびその他の持分証券からの配当金お

よびその他の収益

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債の公正価値の変動

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の処分による利益および損失

・公正価値ヘッジまたはキャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ関係に含まれないデリバティブに係る、公正

価値の変動および処分または終了による利益/損失

この項目には、ヘッジの非有効部分も含まれる。

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）

その他の包括利益を通じて公正価値で認識する金融商品について、この項目には特に以下の損益計算書項

目が含まれる。
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・純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される資

本性金融商品からの配当金

・純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される

負債性金融商品の処分による利益（損失）およびかかる負債性金融商品のヘッジ関係の終了による利益

・ヘッジ対象が売却された際の、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産である公正価値

ヘッジのヘッジ手段の処分または終了による純利益

 

供与された融資コミットメントおよび金融保証

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定されていないか、またはIFRS第9号の定義におけるデリ

バティブとみなされない融資コミットメントは、貸借対照表に認識されない。ただし、これらは、IFRS第9号

の規定に従って信用リスクに対する引当金の対象となる。

金融保証契約とは、特定の債務者が負債性金融商品の当初または変更後の条件に従った支払期日の到来時

に支払を行わないことにより保証契約保有者に発生する損失を補填するために、その保有者に対して特定の

支払いを行うことを発行者に義務付ける契約である。

金融保証契約は、公正価値で当初認識され、その後、以下のうち高い方の金額で認識される。

・IFRS第9号の「減損」の規定に従って信用損失を算定し調整した評価額

・当初認識額からIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の原則に従って認識された収益の合計額を適

宜差し引いた金額

 

引当金（IAS第37号を含む）

クレディ・アグリコル・エス・エーは、過去の事象に起因する債務（法的または推定的）で、当該債務を

決済するために資金の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の支払期日または金額は確定していないが

信頼性のある見積りができるものをすべて識別している。これらの見積りは、影響が重要である場合に適宜

割り引かれる。

信用リスクに関連しない債務について、クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下を対象とする引当金

を設定している。

・オペレーショナルリスク

・従業員給付

・融資コミットメントの実行リスク

・請求および債務保証

・税務リスク（法人所得税を除く。）

・住宅購入貯蓄制度に関係するリスク

最後の引当金は、住宅購入貯蓄制度に影響する不利な変動が生じた際に当行グループの債務をカバーする

ためのものである。かかる債務とは、（ⅰ）貯蓄契約について未確定の期間にわたりその開始時に設定した

固定金利を支払う義務、ならびに（ⅱ）住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄口座の加入者に対して当該契

約の開始時に設定した金利で貸出金を供与する義務である。引当金は、各世代の住宅購入貯蓄制度およびす

べての住宅購入貯蓄勘定について計算され、各世代間の債務の相殺は行われない。

これらの債務額は、特に以下のものを考慮して計算される。

・実績から得られた契約者の行動に関する仮定に基づく契約者行動モデル（ただし、将来における行動の実

際の動向を必ずしも反映するものではない。）

・長期にわたる実績に基づいた、将来供与される貸出金の金額および期間の見積り

・市場金利のイールド・カーブおよび合理的に予測可能な動向

以下の引当金の金額を決定する上で、一定の見積りがなされることがある。

・確定したリスクの識別ならびに事故の頻度および財務上の潜在的影響に関する経営者の評価が考慮され

る、オペレーショナルリスクに対する引当金
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・報告期間末に入手可能な情報に基づく経営者の最善の見積りを基にした、法的リスクに対する引当金

詳細な情報は、注記6.15「引当金」に記載されている。

 

従業員給付（IAS第19号）

IAS第19号に従って、従業員給付は以下の4つの区分で計上されている。

・短期従業員給付

・退職後給付（確定給付制度および確定拠出制度の2つの区分に該当する。）

・その他の長期給付（事業年度末から12ヶ月以降に支払われる長期勤続報奨、賞与および報酬）

・退職慰労金

 

短期給付

短期給付は、従業員に対してその勤務期間中に付与される給付で、従業員が役務を提供した事業年度の翌

12ヶ月間においてその全額が支払われる予定のものである。これには、給与、プレミアム、年次有給休暇、

関連する社会保障費および税金、ならびに従業員利益分配制度およびインセンティブ制度が含まれる。

 

退職後給付

確定給付制度

各報告日において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、退職給付および類似の給付ならびに確定給付

制度の区分に該当するその他すべての従業員給付に対する負債をカバーするために引当金を設定する。

IAS第19号に従って、これらのコミットメントは、予測単位積増方式により、一連の数理計算上、財務上お

よび人口統計上の仮定に基づいて記載される。この方式では、各勤務期間の費用、すなわち事業年度に権利

確定した従業員給付に対応する金額が計上される。この費用は将来給付を割り引いて計算される。

退職給付およびその他将来の従業員給付に対する負債の計算は、割引率、社員の離職率ならびに予想され

る給与および社会保障費の増加に関する経営者の仮定に基づいている（注記7.4「退職後給付、確定給付制

度」を参照。）。

割引率は、コミットメントの平均期間、すなわち従業員の離職率の仮定で加重した、評価日から支払日ま

での計算上の平均値に基づいて決定される。その基礎として、iBoxx AAを参照した割引率が使用される。

IAS第19号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、純損益に組替えられることのないその他の包括

利益に認識していたすべての数理計算上の差異を計上した。数理計算上の差異の内訳は、実績調整（見積り

と実際の結果との差異）および数理計算上の仮定の変更による影響である。

制度資産に係る期待収益は、確定給付債務の測定に適用する割引率を用いて決定される。制度資産に係る

期待収益と実際の収益の差額は、純損益に組替えられることのないその他の包括利益に計上される。

引当金の金額は以下と等しい。

・IAS第19号が推奨する数理計算に従って計算した、報告期間末の確定給付債務の現在価値

・（必要がある場合には）当該コミットメントをカバーするために配分された資産の公正価値を差し引く。

その代表的なものとして適格な保険契約が挙げられる。当該債務の100％が、確定給付制度の全部または一

部の期間について支払われる支出額と合致する保険契約によりカバーされる場合、これらの保険契約の公

正価値が、対応する債務の価値（すなわち、対応する数理計算上の負債額）であるとみなされる。

対象とならない債務については、退職給付引当金が、貸借対照表の負債の部の「引当金」に計上される。

この引当金は、事業年度末時点における勤務従業員に対するクレディ・アグリコル・エス・エーの負債に相

当し、2005年1月1日に発効したクレディ・アグリコル・エス・エーの労働協約に準拠している。

早期退職のコミットメントに係る費用を賄うための引当金も、「引当金」に記載される。この引当金は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの企業が締結した様々な早期退職協定（これに基づき適格年齢に達した

従業員が早期退職することができる。）における割引後の追加費用を賄う。
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最後に、当行グループ会社の一部は、補完退職給付を支払う義務を有する。これらの給付に対して、当行

の数理計算上の負債に基づいて、引当金が計算される。当該引当金も、貸借対照表の負債の部の「引当金」

に記載される。

 

確定拠出制度

「雇用主」は、様々な強制加入年金制度に拠出している。制度資産は独立した組織によって管理され、基

金が当該事業年度および過年度において提供された従業員の勤務に対応する従業員給付をすべて賄うために

十分な資産を保有していない場合でも、拠出する企業には追加拠出を行う法的または推定的義務がない。し

たがって、この点に関して、クレディ・アグリコル・エス・エーは、終了した事業年度につき支払うべき拠

出金以外に負債はなく、これは当該事業年度の費用となる。

 

その他の長期給付

その他の長期給付は、退職後給付および解雇給付以外の従業員給付で、従業員が関連する勤務を提供した

事業年度の末日から12ヶ月以内にその全額につき支払期日が到来しないものである。

これには特に、権利が確定した事業年度の末日から12ヶ月以降に支払われる賞与およびその他の繰延報酬

で、株式報酬に該当しないものが含まれる。

測定方法は、当行グループが確定給付制度の退職後給付に使用する方法と同様である。

 

退職慰労金

「退職慰労金」は、クレディ・アグリコル・エス・エーが従業員の標準的な定年前に雇用終了を決定した

場合、または従業員が雇用終了と引き換えに企業から提示された補償金（従業員を対象とした、自主的な退

職を促すためのオファー）を受け入れることを決定した場合に生じる。

 

株式報酬（IFRS第2号）

IFRS第2号「株式に基づく報酬」は、株式報酬取引について企業の損益計算書および貸借対照表において評

価することを要求している。この基準は、従業員との取引、より具体的には以下の場合に適用される。

・株式報酬取引が資本性金融商品で決済される場合

・株式報酬取引が現金で決済される場合

クレディ・アグリコル・グループが開始し、IFRS第2号の対象である株式報酬制度は、主に資本性金融商品

で決済される取引（ストック・オプション、無償株式分配制度、株価に連動する現金決済型変動報酬または

株式決済型変動報酬等）である。

付与されたオプションは、主にブラック・ショールズ・モデルを使用して、付与日における公正価値で測

定される。これらのオプションは、権利確定期間にわたり「従業員費用」に費用計上され、同額の調整額が

株主持分に計上される。

従業員貯蓄制度の一環として従業員に提供される従業員株式発行も、IFRS第2号の基準に基づいて処理され

る。株式は、割り引いた価格で従業員に提供される。これらの制度に権利確定期間はないが、当該株式に

は、5年間のロックアップ期間が設けられる。従業員に付与された給付は、付与日の取得株式の公正価値と申

込日に従業員が支払った購入価格に申込株式数を乗じた金額との差額として測定される。この給付では、

ロックアップによる割引は考慮されない。算定方法、既存の制度および評価方法に関するより詳細な説明

は、注記7.6「株式報酬」に記載されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの資本性金融商品で決済される株式報酬に係る費用および新株予約権

に係る費用は、年金加入者を雇用している企業の財務書類において認識される。その影響額は「従業員費

用」として計上され、「利益剰余金、当行グループの持分」が同額だけ増加する。

現金で決済される株式報酬に係る費用は、年金加入者を雇用している企業の財務書類において報酬費用と

して認識され、権利確定期間にわたり定額法で計上され、従業員に対する負債として計上される。この負債
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は決済日まで純損益を通じて定期的に再評価される。この認識原則は、特に、株価に連動する現金決済型の

変動報酬制度に適用される。

 

法人所得税（IAS第12号）

IAS第12号に従い、法人所得税は、当期税金および繰延税金を問わず、利益に係るすべての税金を含む。

念のため、IAS第12号では、当期税金資産および繰延税金資産ならびに当期税金負債および繰延税金負債

は、制定された税率または実質的に制定された税率を用いて評価するものと規定している。フランスでは、

国民議会および元老院の賛成多数で可決され、憲法制定評議会による承認を得た後、または憲法制定評議会

への付託期限が切れた時点で、条文が実質的に制定されたことになる。

2024年12月2日（月曜日）、2025年度社会保障財源法案（Projet de Loi de Finances de la Sécurité

Sociale）に関連して憲法第49条第3項が発動されたことを受けて、フランス政府はその行動に責任を負うこ

ととなった。2024年12月4日（水曜日）、不信任案によりフランス政府は内閣総辞職となり、法人所得税への

追加の特別拠出金を当初定めていた2025年度財政法案を含む国民議会の審議が一時中断された。

これらの出来事を受け、現段階では、立法レベルでの様々な選択肢により、2024年度予算は立法審議が終

了するまで2025年度に繰り越されることになっている。

したがって、現時点では、2024年12月31日現在の当期税金資産および繰延税金資産ならびに当期税金負債

および繰延税金負債の評価について、法人税率は（2024年度予算策定に使用した）25.83％を使用し見積もり

をするのが妥当であると考えられる。

 

当期税金負債

IAS第12号は、当期税金負債について、「ある期間の課税所得（欠損金）について納付すべき（還付され

る）法人所得税額」として定義している。課税所得は、税務当局が定めたルールに従って決定されたある事

業年度の利益（または損失）であり、法人所得税はそれに基づいて納付（還付）しなければならない。

当期税金負債を計算するための税率および税法は、当行グループの会社が所在する各国において施行され

ているものである。

当期税金負債は、その納付が複数年にわたる場合であったとしても、将来の取引の完了を条件としないす

べての法人所得税（納付・還付にかかわらず）を含む。

当期税金負債は、決済が終わるまで負債として認識しなければならない。当該事業年度および過年度につ

いて支払済みの額がそれらの年度の税額を超える場合は、当該超過額は資産として認識しなければならな

い。

有価証券取引および債権からの収益に対する税額控除は、当該事業年度に関連する法人所得税の支払に実

質的に使用される場合、関連する収益と同じ項目に認識される。対応する税金費用は、引き続き損益計算書

の「法人所得税」の項目に認識される。

 

繰延税金

クレディ・アグリコル・エス・エーが実行した取引の一部では、将来の期間において納付すべきまたは還

付される法人所得税が生じることがある。IAS第12号では、資産または負債の帳簿価額とその課税基準額との

差異を、一時差異と定義している。

この基準は、以下の場合に繰延税金を認識することを要求している。

・次の場合に生じる繰延税金負債を除き、貸借対照表における資産または負債の帳簿価額とその課税基準額

との間のすべての将来加算一時差異について繰延税金負債を認識しなければならない。

－のれんの当初認識

－企業結合ではなく、取引日に会計上の利益にも課税所得（欠損金）にも影響を与えない取引における資

産または負債の当初認識
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・将来減算一時差異を使用できる課税所得が生じる可能性が高いと考えられる範囲内で、貸借対照表におけ

る資産または負債の帳簿価額とその課税基準額との間のすべての将来減算一時差異について繰延税金資産

を認識しなければならない。

・また、未使用の税務上の繰越欠損金および税額控除に対して、将来その使用対象となる課税所得が生じる

可能性が高い範囲内で、繰延税金資産を認識しなければならない。

繰延税金は、各国における適用税率に基づいて計算され、割り引いてはならない。

繰延税金資産および繰延税金負債は、以下の場合にのみ相殺される。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を

有し、かつ、

・繰延税金資産および繰延税金負債が、同一の税務当局によって、同一の納税主体、あるいは別々の納税主

体であるが多額の繰延税金資産または繰延税金負債の回収または決済が見込まれる将来の各事業年度に、

当期税金資産と当期税金負債を純額で決済するか、または当期税金資産の実現と当期税金負債の決済を同

時に行うことを意図している納税主体に対して課された法人所得税に該当するものである。

当期税金および繰延税金は、以下のいずれかから生じる場合を除き、当該事業年度の当期純利益に認識さ

れる。

・同一の事業年度または異なる事業年度に株主持分に直接認識される取引または事象。この場合、税金は直

接株主持分に借記または貸記される。

・企業結合

 

有価証券に係るキャピタル・ゲイン

課税対象となる有価証券に係る未実現利益は、資産の帳簿価額と課税基準額との将来加算一時差異を生じ

させない。したがって、繰延税金は、これらの利益に対して認識されない。関連する有価証券がその他の包

括利益を通じて公正価値で測定する金融資産として分類される場合、未実現利益および損失は相殺して株主

持分に直接認識される。同様に、これらの未実現利益または損失から発生する、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの税金費用または実際の税金費用減少額は、株主持分からの控除額として計上される。

フランスでは、株式投資の売却に係る長期キャピタル・ゲインは、フランス税法の定めにより、法人所得

税を免除されている。ただし、費用負担分については、通常の適用税率で課税される。さらに、事業年度末

時点で認識された未実現利益には、この費用負担分に関する一時差異が生じ、繰延税金の認識が必要とな

る。

 

リース（IFRS第16号）

IFRS第16号「リース」に基づき、当行グループが借手である場合のリースに関し、使用権資産については

「繰延税金負債」を認識し、リース負債については「繰延税金資産」を認識する。

 

税務リスク

法人所得税に関連する税務リスクについては、資産の受領または負債の支払の可能性が高いと考えられる

場合には税金資産または税金負債を認識する。これらのリスクは、当期税金資産および繰延税金資産ならび

に当期税金負債および繰延税金負債の評価においても考慮される。

不確実な税務ポジションの測定に関するIFRIC解釈指針第23号は、事業体が採用した法人所得税のポジショ

ンについて1つ以上の不確実性を特定した場合に適用される。その見積りの方法についても、以下のとおり定

めている。

・分析は、税務当局による完全な評価に基づいて行わなければならない。

・税務当局が、採用した税務処理について異議を唱える可能性のほうが（そうでない可能性より）高くなっ

た場合、直ちに、税務リスクを経営者の最善の見積りを反映した金額で負債として認識しなければならな

い。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 628/1736



・税務当局による還付の可能性が50％を超える場合、未収金を認識しなければならない。

 

固定資産の会計処理（IAS第16号、第36号、第38号および第40号）

クレディ・アグリコル・エス・エーは、すべての有形固定資産に構成要素別の会計処理を適用している。

IAS第16号の規定に従って、減価償却可能価額には、有形固定資産の潜在的な残存価額が考慮される。

土地は、取得原価から減損損失を控除した額で測定される。

営業用建物、投資用不動産および設備は、その取得原価から、その使用開始時以降の減価償却累計額およ

び減損損失累計額を控除した額で測定される。

購入したソフトウェアは、取得原価から、その取得後の減価償却累計額および減損損失累計額を控除した

額で測定される。

自社製作のソフトウェアは、原価から、その完成後の減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額

で測定される。

ソフトウェア以外では、主に契約上の権利（たとえば、販売契約）に起因して企業結合により取得した資

産が無形資産に含まれる。これらは、相当する将来の経済的便益、または予想されるサービスの可能性に基

づいて評価されている。

固定資産はその見積耐用年数にわたり減価償却される。

クレディ・アグリコル・グループは、有形固定資産および無形資産に関して構成要素別の会計処理を適用

している。構成要素および減価償却期間は資産の種類および所在地により修正されており、以下のとおり定

義されている。

 

構成要素 減価償却期間

土地 減価償却されない

構築物 30年から80年

非構築物 8年から40年

工場設備 5年から25年

器具備品 5年から15年

コンピューター機器 4年から7年

専門機器 4年から5年

 

同様に、たとえば無形資産の各種類について、一般的に適用されている期間は以下のとおりである。

 

無形資産の種類 償却期間

特許、ライセンス 5年

ソフトウェア 3年から5年

 

為替取引（IAS第21号）

報告期間末において、外貨建て資産および負債は、クレディ・アグリコル・グループの機能通貨である

ユーロに換算される。

IAS第21号に従って、貨幣性項目（たとえば、負債性金融商品）と非貨幣性項目（たとえば、資本性金融商

品）は区別される。

外貨建て貨幣性資産および外貨建て貨幣性負債は、決算日の為替レートで換算される。為替差額は、損益

計算書に計上される。このルールには、以下の3つの例外がある。
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・純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品につい

ては、償却原価に関して計算された為替差額のみが損益計算書に計上され、残りは純損益に組替えられる

可能性のあるその他の包括利益に計上される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジに指定された項目、または在外営業活動体に対する純投資の一部である項目

に係る為替差額は、純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益に計上される。

・純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債については、自己の信用リスクの公正

価値の変動に係る為替差額が、純損益に組替えられることのないその他の包括利益に計上される。

非貨幣性項目は、換算前の項目の種類により以下のとおり異なる処理がなされる。

・取得原価による項目は、取引日の為替レート（取引発生時レート）で測定される。

・公正価値による項目は、報告期間末の為替レートで測定される。

非貨幣性項目に係る為替差額は以下のとおり認識される。

・非貨幣性項目に係る利益または損失が損益計算書に計上される場合には、損益計算書に認識される。

・非貨幣性項目に係る利益または損失が純損益に組替えられることのないその他の包括利益に計上される場

合には、純損益に組替えられることのないその他の包括利益に認識される。

 

顧客との契約から生じる収益（IFRS第15号）

受取報酬、支払報酬および手数料は、関連する役務の性質に従って収益として認識される。

金融商品に係る実効利回りの不可欠な一部である報酬および手数料は、（IFRS第9号に従い）当該商品に係

る利回りの調整として認識され、実効金利に含まれる。

他の種類の報酬および手数料を損益計算書に認識する場合、販売した財またはサービスに対する支配の顧

客への移転状況を示す進捗率を反映しなければならない。

・役務提供を伴う取引からの純収益は、信頼性をもって見積ることができる場合、サービスに対する支配が

顧客に移転した時点で「受取報酬および手数料」に認識される。この移転は、役務提供に応じて（継続的

な役務の場合）または特定の日に（1回限りの役務の場合）生じる。

a）継続的な役務提供による受取報酬および手数料（たとえば、支払手段に係る報酬および手数料）は、役

務提供の進捗度に応じて、収益に認識される。

b）1回限りの役務に対する報酬として支払われたかまたは受領された報酬および手数料は、役務提供時に

全額が損益に認識される。

業績目標の達成を条件に支払われるかまたは受領される報酬および手数料については、後に偶発事象が解

消された時点で認識された収益が大幅に戻入れられない可能性が高い金額で認識する。これらの見積りは、

各報告期間末に更新される。実際には、業績連動型の受取報酬および手数料の一部の項目については、こう

した条件により、業績評価期間が終了し、かつかかる収益獲得が確実となるまで、認識が繰り延べられる可

能性がある。
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保険契約

契約の定義および分類

当行グループが発行する契約は、以下の区分に分類される。

・IFRS第17号の適用範囲に該当する、発行した保険契約（再保険契約を含む。）

・裁量権のある有配当性を伴うか否かに応じてIFRS第17号またはIFRS第9号が適用される投資契約

当行グループが保有している再保険契約も、IFRS第17号の適用対象である。

下記において保険契約という場合は、明示的に記載されている場合を除き、裁量権のある有配当性を伴う

投資契約および保有している再保険契約も含まれる。

 

保険契約

保険契約とは、一方の当事者（発行者）が、所定の不確実な将来事象（保険事故）が他の当事者（保険契

約者）に不利な影響を与えた場合に保険契約者に補償することに同意することにより、保険契約者から重大

な保険リスクを引き受ける契約をいう。

当行グループでは、類似した契約のポートフォリオごとに、代表的な個別契約に基づいて保険リスクを分

析している。保険者が保険契約者に多額（すなわち、保険事故が生じなかった場合に支払われる金額を著し

く上回る金額）の補償を行う義務を負う（商業実態を伴う）シナリオが存在する場合、このシナリオが発生

する確率にかかわらず、当該ポートフォリオ内のすべての契約に重大な保険リスクが存在することになる。

当行グループは、5％の有意水準を採用している。したがって、保険リスクは重大である可能性はあるが、

ポートフォリオ内のリスク・プーリングの原則により、ポートフォリオ全体の結果に対して重大な損失とな

る可能性は限定される。

主な保険リスクは、死亡（死亡時の保障）、長寿（生存時の保障（終身年金等））、罹患（障害時の保

障）、就労不能、健康（医療保険）または個人の失業、ならびに民事賠償責任および対物賠償に関するもの

である。

IFRS第17号の原則を適用する場合、保険契約には、直接連動有配当保険契約および直接連動有配当保険契

約以外の保険契約が該当する。

直接連動有配当保険契約は、実質的に投資関連サービス契約であり、企業が基礎となる項目に基づくリ

ターンを約束している保険契約である。その開始時において以下に該当する保険契約と定義されている。

・契約条件で、基礎となる項目の明確に識別されたプールに対する持分に保険契約者が参加する旨を定め

ていること。

・企業が保険契約者に基礎となる項目に対する公正価値リターンの相当な持分に等しい金額を支払うと予

想していること。

・保険契約者に支払う金額の変動の相当な部分が、基礎となる項目の公正価値の変動に応じて変動すると

企業が予想していること。

この3つの条件が満たされているかどうかは契約開始時に評価され、その後は、契約の大幅な条件変更がさ

れない限り、再評価は行われない。

その他の発行した保険契約およびすべての再保険契約（発行した再保険契約および保有している再保険契

約）は、直接連動有配当保険契約以外の保険契約に該当する。

 

投資契約

保険者が重大な保険リスクにさらされない契約は、投資契約として知られている。これには、裁量権のあ

る有配当性を伴う投資契約および裁量権のある有配当性を伴わない投資契約が該当する。

裁量権のある有配当性を伴う投資契約は、特定の投資家に、発行者の裁量の対象とならない金額に加え

て、次のような追加の金額を受け取る契約上の権利を与える金融商品と定義されている。
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・契約上の給付全体の中で重大な一部分となると見込まれるもの

・時期または金額が、契約上、発行者の裁量で決定されるもの

・契約上、次のいずれかに基づいているもの

－所定の契約プールまたは所定の種類の契約から生じるリターン

－発行者が保有する所定の資産プールの実現および／または未実現の投資リターン

－契約を発行している企業またはファンドの純損益

裁量権のある有配当性を伴う投資契約は、主にユーロ建ての貯蓄契約を対象としている。マルチサポート

契約において保険契約者が貯蓄の全部または一部を、裁量権のある有配当性を伴うユーロ建てファンドに随

時移管するオプションを（かかる移管を妨げない条件で）有している場合、当行グループは、重大な保険リ

スクの移転となる最低保証が存在しない場合は、保険契約者がこのオプションを行使したか否かにかかわら

ず、当該契約全体を、裁量権のある有配当性を伴う投資契約であるとみなしている。重大な保険リスクの移

転となる最低保証がある場合は、当該契約は裁量権のある有配当性を伴う保険契約となる。

上記の定義を満たさない投資契約は、裁量権のある有配当性を伴わない投資契約に該当し、IFRS第9号の適

用範囲となる。

 

保険契約の認識

保険契約からの構成要素の分離

当行グループは、契約開始時に、組込デリバティブ、別個の投資要素、および保険契約者に別個の財また

はサービス（保険契約サービスを除く。）を提供する約束を、保険契約から分離し、それらに適用される

IFRS基準に基づき独立した構成要素として会計処理する。

別個の独立した構成要素を必要に応じて分離した後、当行グループは、保険契約の残りのすべての構成要

素について、IFRS第17号を適用して会計処理する。

 

保険契約の集約レベル

基準の集約レベルに関する規定に基づき、契約は契約ポートフォリオにグループ化した上で、3つのグルー

プに分割しなければならず、また、発行時点が1年超離れた契約は同一グループに含めてはならない（年次コ

ホート原則）。

保険契約ポートフォリオは、類似したリスクにさらされ、一括して管理されている保険契約で構成され

る。

各ポートフォリオは、契約の当初認識時に予想される収益性に応じて、少なくとも以下の3つのグループに

分割しなければならない。

・不利である契約

・その後に不利となる可能性が大きくない契約

・残りの契約

これらのグループは、保険契約の当初測定・認識時の集約レベルである。

ポートフォリオの識別に関する基準の一般原則を適用するために、当行グループは、識別された保証およ

び契約の管理方法に基づいて様々な分析を行った（たとえば、退職貯蓄商品の場合は関連する金融ポート

フォリオに応じて、リスク商品の場合はリスクおよびソルベンシーに関する将来に向かっての評価に用いら

れるグリッドに応じて、損害保険商品の場合は事業部門に応じて）。これらポートフォリオの契約により予

想される収益性に応じたグループへの分割は、契約価格、類似契約の過去の収益性または将来予測の計画と

いった様々な情報に基づき行われた。

2021年11月19日付の欧州委員会規則(EU)第2021-2036号の第2条で認められているように、クレディ・アグ

リコル・エス・エーは、世代間で共有される契約については、同基準の年次コホート要件の免除規定を利用

するとしている。この会計方針の選択は、免除の対象となる当行グループの貯蓄および退職業務関連のポー

トフォリオに適用されている。
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当行グループは、同一ポートフォリオ内の契約が別々のグループに入ることとなる理由が、法律上または

規制上の規定により企業が特性の異なる保険契約者に対して異なる価格または給付水準を設定する実務上の

能力が制限されていることのみである場合に、これらの契約を同一グループに分類することを認めている同

基準の規定を適用していない。

 

保険契約の認識日

発行した保険契約グループは、次のうち最も早い日から認識しなければならない。

・契約グループのカバー期間の開始日

・保険契約者からの最初の支払の期限が到来した日、または支払期日がない場合は最初の支払の受領日

・不利な契約グループについては、当該グループが不利となった日

 

保険獲得キャッシュ・フロー

保険獲得キャッシュ・フローは、（発行した、または発行予定の）保険契約グループの販売、引受および

開始に係るコストから生じるキャッシュ・フローのうち、当該グループが属する保険契約ポートフォリオに

直接起因するものである。かかるキャッシュ・フローは、規則的かつ合理的な方法により、契約グループに

配分される。

保険料配分アプローチを用いて測定される一部の契約グループにおいて費用として直接認識することを決

定した場合を除いて、対応する保険契約グループの認識前に支払われた保険獲得キャッシュ・フローは、資

産として認識される。この保険獲得キャッシュ・フローに係る資産は、保険獲得キャッシュ・フローが対応

する保険契約グループの測定に含められた時に、その全部または一部の認識を中止する。

各報告期間の末日現在において、事実および状況により保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の減損の

可能性を示す兆候がある場合、当行グループは、当該資産の回収可能性を評価する。2024年12月31日現在、

当行グループが特定した保険獲得キャッシュ・フローに係る資産は、全額が減損しているためその帳簿価額

をゼロにしている。

 

保険契約の測定

IFRS第17号の適用範囲に該当する契約は、以下の3つのモデルを用いて測定することができる。

・一般モデル、すなわちBBA（ビルディング・ブロック・アプローチ）モデル。これは、基本の評価モデル

である。

・VFA（変動手数料アプローチ）モデル。これは、直接連動有配当保険契約に強制的に適用される。

・PAA（保険料配分アプローチ）モデル。これは、一定の基準を満たした場合に選択できる単純化されたモ

デルである。

当行グループは、これらの3つのモデルを用いて契約を測定している。

一般モデルは、主に当行グループの借入人保険、長期介護保険、死亡・障害保険、疾病休業保険、定期保

険および特定の医療保険の分野に使用される。

当行グループは、どの契約が直接連動有配当保険契約に該当するかを判断するため、直接連動有配当契約

に分類するための3つの要件（上記の契約の分類に関するセクションを参照。）を満たしているか分析した。

その結果、当行グループの貯蓄、退職および葬儀事業がVFAモデルにより評価されている。

当行グループは、損害保険事業（発行した保険契約および保有している再保険契約）にPAAモデルを適用す

ることを選択した。

 

一般モデルおよびVFAモデルによる契約の測定

当初認識

当行グループは、当初認識時に、以下の合計額で契約グループを測定する。

・以下で構成される履行キャッシュ・フロー
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－将来キャッシュ・フローの見積り

－貨幣の時間価値および将来キャッシュ・フローに係る金融リスクを（将来キャッシュ・フローの見積

りに金融リスクが含まれていない範囲で）反映するための調整

－非金融リスクに係る調整

・契約上のサービス・マージン（CSM）

 

将来キャッシュ・フローの見積り

将来キャッシュ・フローの見積りの目的は、生じ得るすべての範囲の結果を反映した一連のシナリオの期

待値を決定することである。各シナリオのキャッシュ・フローは、期待現在価値を算出するために、割り引

いて当該結果の見積確率で加重平均する。

将来キャッシュ・フローの見積りは、報告期間の末日現在における将来キャッシュ・フローの金額、時期

および不確実性に関して、過度のコストや労力をかけることなく入手可能な、合理的かつ裏付け可能なすべ

ての情報を、偏りのない方法で組み込んだものである。この情報には、保険金請求に関する過去の社内外の

データおよび保険契約のその他の特徴が含まれ、評価日時点の状況を反映するよう更新されており、当該日

における将来に関する仮定も含まれている。

将来キャッシュ・フローの見積りは、関連する市場変数の見積りが観察可能な市場価格と整合的であるこ

とを条件として、報告期間の末日現在の状況に関する当行グループの見解を反映している。市場変数の見積

りは、観察可能な市場パラメータを最大限利用することにより行われる。

生命保険では、将来キャッシュ・フローの予測において、保険契約者の行動および経営上の意思決定に関

する仮定が組み込まれる。これらの仮定は、特に解約、保険契約者の利益分配方針および資産配分方針に関

するものである。

期待現在価値の見積りには、金融オプションおよび保証が重要な場合には、その影響が含まれる。この見

積りには、確率論的なシミュレーション手法が用いられる。確率論的なモデルでは、金利および株式リター

ン等の市場変数について、発生可能な多数の経済シナリオに基づき将来キャッシュ・フローを予測する。

当行グループが評価した主なオプションは、貯蓄契約または退職契約の解約オプション、最低保証金利お

よび保険契約の予定利率、契約上の利益分配条項、ならびにユニット・リンク契約に関する最低保証給付で

ある。

モデル化された保険契約者の利益分配は、現地および契約上の規制上の制約を遵守しており、事業体の経

営陣が検討する戦略的前提条件の対象となる。

契約に重大な死亡（または長寿）リスクが含まれる場合、規制上の死亡率表または（より慎重であると判

断されるときは）過去の経験による表も参照して予測を行う。

ユニット・リンク契約に死亡時の最低保証給付が含まれる場合、見積りは、当該契約の受益者が勘定のユ

ニット価値の変動にかかわらず、少なくとも当初の投下資本を受け取れるようにするため、経済的手法（確

率論的なシナリオ）を用いて決定する。

損害保険では、当行グループは、報告された個々の保険金請求を検討し、また、既発生未報告の保険金を

見積ることにより、報告期間の末日現在の既発生未払保険金を処理するための最終的な費用および予想され

る回収額の見積りを行っている。最終的な費用の見積りには、過去のデータに基づく決定論的な統計手法を

適用し、専門家の判断に基づく保険数理上の仮定を使用している。使用するパラメータの変更は、特に、予

測の実現に向けて内在する不確実性が一般的に大きくなる、保険種目全般におけるロングテールの賠償請求

について、報告期間の末日現在の見積りの価値に重要な影響を及ぼす可能性が高い。これらのパラメータ

は、特に、損害の分類および定量化、補償時に適用されるスケール（表および料率）ならびに損害保険金の

年金化の確率に関する不確実性に関係している。当行グループの場合、該当する保険種目は、自動車損害賠

償責任保険、一般損害賠償責任保険、個人傷害保険および医師賠償責任保険である。
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契約の境界線

契約グループの測定には、グループ内の各契約の範囲（以下「境界線」という。）内のすべての将来

キャッシュ・フロー（すなわち、当行グループが保険契約者に保険料の支払を強制できる報告期間中、また

は当行グループが保険契約者に保険契約に基づくサービスを提供する実質的な義務を有している報告期間中

に存在する、実質的な権利義務から生じるすべての将来キャッシュ・フロー）が含まれる。

このような実質的な義務は、特に、当行グループが、特定の保険契約者のリスクを再評価する実質上の能

力を有し、その結果、再評価された当該リスクを完全に反映する価格または給付水準を設定することができ

る場合に終了する。

契約の境界線の判定に際しては、判断を下し、当該契約に基づく当行グループの実質的な権利義務を考慮

する必要がある。このために、当行グループは、その契約の特性、特に価格の見直しの可能性について詳細

な分析を行った。たとえば、貯蓄契約および退職契約における将来の任意のまたは予定されている支払なら

びに強制的な年金引出しを伴う退職契約の支払段階については、契約の境界線に含まれるものと判断した

が、自動更新条項に係る損害保険契約の更新については契約の境界線に含まれないものと判断した。

 

契約の測定において考慮されるキャッシュ・フロー

保険契約の境界線内のキャッシュ・フローは、契約の履行に直接関連するものである。特に、保険契約者

が支払った保険料、保険契約者への支払、契約が属するポートフォリオに配分された保険獲得キャッシュ・

フロー、保険金請求管理費用、投資関連サービスの提供に関連する費用、ならびに保険契約の履行に直接起

因する固定間接費および変動間接費の配分が含まれる。

キャッシュ・フローは、活動ベースの費用配分法により、各法人のレベルで機能別（保険獲得活動、その

他保険契約の履行に関連する活動、およびそれ以外の活動）に配分される。

保険獲得キャッシュ・フローおよび履行キャッシュ・フローは、類似の特性を有するすべての費用に一律

に適用される規則的かつ合理的な方法により、契約グループに配分される。これには、直接費ならびに固定

間接費および変動間接費の配分の両方が含まれる。

当行グループは、直接連動有配当保険契約以外の保険契約で、保険契約者に支払うキャッシュ・フローに

対して裁量権を与えるものを識別していない。

 

仲介者からの未収保険料の会計処理

2023年10月、IFRICは、仲介者からの未収保険料の測定に関する決定を公表した。これは、保険契約者が保

険料を仲介者に支払った（したがって、保険契約に基づく保険契約者の義務は免除される）が、保険者に代

わって行動する仲介者が当該保険料をまだ保険者に支払っていない（それでも、保険者は保険契約者に対し

て保険契約サービスを提供する義務を負っている）場合に、保険者が当該未収保険料にIFRS第17号および

IFRS第9号の規定を適用することに関して寄せられた質問に対応するものであった。その決定において、

IFRICは、IFRS第17号では保険契約の境界線内のキャッシュ・フローが保険契約グループの測定から除外され

る時点について言及されていないことを特に指摘した。

したがって、事業体は、IAS第8号に従って会計方針を定め、キャッシュ・フローが保険契約グループの測

定から除外される時点を決定しなければならない。すなわち、キャッシュ・フローが現金で回収または決済

された時点（この場合、仲介者からの未収保険料には、IFRS第17号の測定、表示および開示要件に関する規

定が適用される（見解1））、または保険契約に基づく保険契約者の義務が免除された時点（この場合、当該

未収保険料には、IFRS第9号の規定が適用される（見解2））である。この決定の適用にあたり、当行グルー

プは、この場合にIFRS第9号に従い仲介者からの未収保険料を計上する会計方針を選択した。
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割引率

当行グループは、貨幣の時間価値および将来キャッシュ・フローに係る金融リスクを（当該金融リスクが

将来キャッシュ・フローの見積りに含まれていない範囲で）反映するために、将来キャッシュ・フローの見

積りを調整する。

IFRS第17号において、割引率は、保険契約を測定する上で主要なパラメータである。割引率は特に、履行

キャッシュ・フローの測定のほか、直接連動有配当保険契約以外の保険契約については契約上のサービス・

マージン（CSM）につき資産計上される利息の決定、CSMの変動の測定、およびその他の包括利益（OCI）オプ

ションを適用した場合に純損益として認識される保険金融収益または保険金融費用の金額の決定に使用され

る（下記の事後測定に関するセクションを参照。）。

IFRS第17号は、割引率の決定において、特定の見積手法を規定していないが、保険契約の貨幣の時間価

値、キャッシュ・フロー特性および流動性特性から生じる要因を考慮し、観測可能なインプットを最大限に

利用する手法を要求している。当行グループが割引率カーブの決定に使用する手法では、ボトムアップ・ア

プローチを用い、リスクフリー・レートのイールド・カーブに、保険契約のキャッシュ・フロー特性および

流動性を反映した非流動性プレミアムが調整される。当行グループは、ソルベンシー2指令の下でEIOPAが規

定するアプローチに類似した方法により、リスクフリー・レートのイールド・カーブを決定している。した

がって、リスクフリー・レートのイールド・カーブは、該当する通貨の観察可能なスワップ・レート（信用

リスク調整後）を用いて決定される。このカーブは、最終流動性点と、長期実質金利およびインフレの予想

を反映した終局フォワードレートとの間で補外される。当行グループが使用するイールド・カーブの補外法

は、平滑化点法であり、最初の平滑化点（FSP）を超えるレートは、終局フォワードレート（UFR）、最終流

動性フォワードレート(LLFR)および収束速度パラメータを考慮した関数で補外される。非流動性プレミアム

は、契約をカバーするために保有する資産に対応する参照ポートフォリオに基づき決定される。債券資産の

非流動性プレミアムは、債券ポートフォリオのスプレッドを信用リスク対価と比較して決定される。債券以

外の資産の非流動性プレミアムは、これらの資産クラスの非流動性に起因する超過リターンを定量化する

シャープ・レシオに基づく方法を用いて算出される。このように算出された参照ポートフォリオ内の資産の

非流動性プレミアムは、その後、対応する保険負債の非流動性プレミアムの算出に使用される。その際、非

流動性プレミアムの満期に伴う増加を反映させるために、資産および負債のそれぞれの満期の比較に基づく

係数が使用される。

下表は、保険契約のキャッシュ・フローを割り引くために使用したイールド・カーブを示している。

 

 
2024年12月31日 2023年12月31日

1年 5年 10年 15年 20年 30年 1年 5年 10年 15年 20年 30年

生命保険（フランス）  

ユーロ 3.54％ 3.45％ 3.57％ 3.64％ 3.56％ 3.39％ 4.47％ 3.43％ 3.50％ 3.57％ 3.51％ 3.37％

損害保険（フランス）  

ユーロ 2.98％ 2.89％ 3.01％ 3.08％ 3.01％ 2.91％ 4.02％ 2.98％ 3.05％ 3.13％ 3.06％ 2.98％

海外  

ユーロ 3.26％ 3.16％ 3.29％ 3.35％ 3.28％ 3.15％ 4.92％ 3.87％ 3.94％ 4.02％ 3.95％ 3.75％

米ドル 4.19％ 4.02％ 4.07％ 4.13％ 4.10％ 3.83％ 4.95％ 3.68％ 3.63％ 3.67％ 3.64％ 3.42％

日本円 0.52％ 0.77％ 1.05％ 1.39％ 1.69％ 1.98％ 0.07％ 0.45％ 0.85％ 1.15％ 1.39％ 1.51％

 

使用した非流動性プレミアムの水準は、以下のとおりである。

 

 

2024年12月31日 2023年12月31日

1年 1年
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生命保険（フランス）   

ユーロ 128 108

損害保険（フランス）   

ユーロ 73 65

海外   

ユーロ 100 91

米ドル - 53

 

非金融リスクに係るリスク調整

将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りにおいては、非金融リスクから生じるキャッシュ・フローの

金額および時期についての不確実性に対して当行グループが要求する報酬を反映するために、非金融リスク

に係る明示的な調整が行われる。

当行グループは、すべての契約についてリスク調整を決定するために、信頼水準技法を用いている。当行

グループの評価指標はVaR（バリュー・アット・リスク、分位点は生命保険事業で80％、損害保険事業で

85％）であり、最終期限（生命保険事業では負債の満期に近似されている。）が設定されている。この調整

は、相関マトリックスを用いて決定される、企業レベルでのリスク分散効果を反映している。企業間の分散

も考慮されている。

 

契約上のサービス・マージン

契約グループのCSMは、当行グループが将来において保険契約サービスを提供するにつれて認識することに

なる未稼得利益に相当する。

契約グループの当初認識時に、当初認識日に測定された履行キャッシュ・フロー、当該日に生じたキャッ

シュ・フロー、および当該グループに関連するキャッシュ・フローについて従前認識されていた資産または

負債（保険獲得キャッシュ・フローに係る資産を含む。）の当該日における認識中止により生じた金額の合

計がキャッシュ・インフロー（純額）であった場合、契約グループは収益性がある。この場合、CSMは、この

キャッシュ・インフロー（純額）と等しい金額を異符号にしたものとして測定され、その結果、当初認識時

に収益または費用は発生しない。

上記で計算された金額がキャッシュ・アウトフロー（純額）であった場合、契約グループは不利であるこ

とになる。この場合、キャッシュ・アウトフロー（純額）は、直ちに純損益に損失として認識され、当該グ

ループに関連する負債の帳簿価額は履行キャッシュ・フローと同額となり、当該グループの契約上のサービ

ス・マージンはゼロとなる。その後、このように認識された損失を表すものとして、残存カバーに係る負債

の損失要素が設定される。

 

事後測定

各報告期間の末日現在の契約グループの帳簿価額は、残存カバーに係る負債（LRC）および発生保険金に係

る負債（LIC）の合計額である。

残存カバーに係る負債は、当該日現在において当行グループに配分されている将来のサービスに係る履行

キャッシュ・フローおよび当該日現在の当行グループの契約上のサービス・マージンで構成される。

発生保険金に係る負債は、既発生未報告の保険金を含む、未払の発生保険金およびその他の関連費用に係

る履行キャッシュ・フローで構成される。

契約グループの履行キャッシュ・フローは、割引後の将来キャッシュ・フローの見積り、現在の割引率、

および非金融リスクに係る調整の割引後の見積額を用いて、報告期間の末日現在に測定される。履行キャッ

シュ・フローの変動は、以下のとおり認識される。
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将来のサービスに係る変動 CSMに対して認識される（または、当該契約グループが不

利である場合は、保険サービス費用として認識される）

現在または過去のサービスに係る変動 保険サービス費用に認識される

貨幣の時間価値、金融リスクおよびそれらの変

動による将来キャッシュ・フローへの影響

保険金融収益または保険金融費用に認識される

 

各契約グループのCSMは、契約が直接連動有配当保険契約以外（一般モデル）であるか、直接連動有配当保

険契約（VFAモデル）であるかに応じて、各報告期間の末日現在に、以下のとおり計算される。

 

一般モデルを用いて測定される直接連動有配当保険契約以外の契約

直接連動有配当保険契約以外の契約については、報告期間の末日現在の契約グループの契約上のサービ

ス・マージンの帳簿価額は、報告期間の期首現在の帳簿価額に以下の項目を調整した金額と等しい。

・期中にグループに追加された新規契約の影響

・当初認識時の割引率で測定された、報告期間中に契約上のサービス・マージンの帳簿価額に対して発生

計上した利息

・将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動。ただし、損失要素に関連する範囲を除く。

・契約上のサービス・マージンに係る為替の影響

・期中の保険契約サービスの提供により保険収益に認識された金額で、上記のその他のすべての調整を

行った後に算定されたもの（下記「契約上のサービス・マージンの純損益への認識」を参照。）

将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動で、CSMを調整するものには、以下が含まれる。

・当初認識時に決定された割引率で測定された、将来のサービスに関して当期に受領した保険料から生じ

た実績調整、ならびに保険獲得キャッシュ・フローおよび保険料ベースの税金等の関連するキャッ

シュ・フロー

・当初認識時に決定された割引率で測定された、残存カバーに係る負債の将来キャッシュ・フローの現在

価値の見積りの変動（貨幣の時間価値、金融リスクおよびそれらの変動の影響によるものを除く。）

・投資要素と保険契約者に対する貸付金の差額

・当初認識時に決定された割引率で測定された、将来のサービスに関連する非金融リスクに係る調整の変

動

 

VFAモデルを用いて測定される直接連動有配当保険契約

変動手数料アプローチ（VFAモデル）は、直接連動有配当保険契約（企業が基礎となる項目に基づくリター

ンを約束しているもの）により提供されるサービスの特定の性質を反映するものである。

基礎となる項目とは、保険契約者に対する支払額の割合を決定する項目である。当行グループ内では主に

金融資産ポートフォリオで構成され、またフランスのユーロ建ての貯蓄契約の場合は当該契約の保険契約の

支払約束金額で構成される。当行グループは、基礎となる金融資産を保有する方針である。これらの資産の

内訳および公正価値については、注記5.3に詳述されている。

直接連動有配当保険契約は、保険契約者に対する当行グループの義務が、以下の項目の純額となる契約で

ある。

・基礎となる項目の公正価値と同額を保険契約者に支払う義務

・保険契約により提供される将来のサービスと交換に支払われる変動手数料（基礎となる項目の公正価値

に対する事業体の持分と、基礎となる項目のリターンに基づき変動しない履行キャッシュ・フローとの

差額に相当する。）

基礎となる項目の公正価値と同額を保険契約者に支払う義務の変動は、将来のサービスに関連しないた

め、CSMの調整は行われず、純損益に認識される。
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基礎となる項目の公正価値に対する事業体の持分の変動は、将来のサービスに関連するものであるため、

CSMの調整が行われる。

したがって、報告期間の末日現在の直接連動有配当保険契約グループのCSMの帳簿価額は、当該期間の期首

現在の帳簿価額に以下の項目を調整した金額となる。

・期中にグループに追加された新規契約の影響

・基礎となる項目の公正価値の変動に対する事業体の持分および将来のサービスに係る履行キャッシュ・

フローの変動。ただし、以下の範囲を除く。

－貨幣の時間価値および金融リスクによる基礎となる項目に対する企業の持分または履行キャッシュ・

フローへの影響の変動をCSMから除外するためにリスク軽減オプションが適用される範囲（当行グルー

プはこのオプションを適用していない。）

－基礎となる項目の公正価値に対する事業体の持分または将来のサービスに係る履行キャッシュ・フ

ローの変動が損失要素に関連する範囲。

・契約上のサービス・マージンに係る為替の影響

・期中の保険契約サービスの提供により保険収益に認識された金額で、上記のその他のすべての調整を

行った後に算定されたもの（下記「契約上のサービス・マージンの純損益への認識」を参照。）

将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動で、CSMを調整するものには、上記の直接連動有配当

保険契約以外の契約で特定した変動（現在の割引率で評価される。）、ならびに貨幣の時間価値および金融

リスクのうち、基礎となる項目から生じていない影響の変動（たとえば、金融保証の影響等）が含まれる。

 

損失要素

一般モデルまたはVFAモデルを用いて測定される契約について、当行グループは、不利な契約グループの残

存カバーに係る負債の損失要素を設定している。この損失要素に基づいて、不利な契約グループの損失の戻

入としてその後純損益に表示される金額が決定され、その結果、保険収益から除外される（下記の表示に関

するセクションを参照。）。

履行キャッシュ・フローが発生した場合、損失要素と、損失要素を除いた残存カバーに係る負債とに規則

的に配分される。

将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの事後的な減少および（直接連動有配当保険契約の場合）

基礎となる項目の公正価値の事後的な増加に対する当行グループの持分は、損失要素のみに配分される。

損失要素がゼロまで減額された場合、当該減少が損失要素に配分された金額を超過する額は、対象である

契約グループの新たなCSMとなる。

 

PAAモデルによる契約の測定

保険料配分アプローチ（PAAモデル）は、保険契約グループの設定日に以下の2つの適格要件のいずれかが

満たされた場合に、保険契約グループの残存カバーに係る負債を単純化した方法で測定できる任意の測定モ

デルである。

・この単純化した方法による契約グループの残存カバーに係る負債の測定が、一般モデルの規定を適用し

た場合の測定と重要な差異がないと、当行グループが合理的に見込んでいる場合

・契約グループ内の個々の契約のカバー期間が1年以内である場合

当行グループは、損害保険事業（発行した保険契約および保有している再保険契約）にこのアプローチを

適用することを選択した。関連する契約グループの大半は、2つ目の適格要件（すなわち、グループ内の個々

の契約のカバー期間が1年以内であること）を満たしている。

保険契約グループの当初認識時における残存カバーに係る負債の帳簿価額は、当初認識時における受取保

険料から当該日おける当該グループに配分された保険獲得キャッシュ・フローを減算後、契約グループに関

連するキャッシュ・フローについて従前認識されていた資産または負債（保険獲得キャッシュ・フローに係

る資産を含む。）の当該日における認識中止により生じた金額を加減した金額で測定される。
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PAAに基づき測定される契約グループについて、当行グループは、当初認識時にグループ内の個々の契約の

カバー期間が1年以内であることを条件として、保険獲得キャッシュ・フローがある場合には、これらの費用

が発生した時点で費用として認識するという会計方針の選択を行うことができる。当行グループは、PAAモデ

ルを使用して測定する契約グループの測定にこのオプションを適用しないことを選択した。

事後測定において、残存カバーに係る負債の帳簿価額は、期中の受取保険料を加え、費用として認識した

保険獲得キャッシュ・フローの償却に関連する金額を加算し、期中に提供した保険サービスの保険収益およ

び期中に支払った保険獲得キャッシュ・フローを減算した金額である。

各契約グループの当初認識時に、当行グループは、サービスの提供からそれに関連する保険料の支払期日

までの期間が1年を超えないと予想している。したがって、当行グループは、残存カバーに係る負債の帳簿価

額について、貨幣の時間価値および金融リスクの影響を反映するための調整を行わないことを選択した。

カバー期間中のいずれかの時点において、PAAモデルを用いて測定された保険契約が不利であると事実およ

び状況により示唆された場合、当行グループは、純損益に損失を認識し、（契約グループの残存カバーに係

る履行キャッシュ・フローの現在の見積りが当該カバーに係る負債の帳簿価額を上回る範囲で）残存カバー

に係る負債を増加させる。これらの契約グループの履行キャッシュ・フローは、発生保険金に係る負債も割

り引かれる範囲で（現在の割引率で）割り引かれる。

PAAモデルを用いて測定される契約について、契約グループが不利となった場合に生じる損失要素は、残存

カバーに係る負債に配分される。この損失要素の戻入を行う場合、残存カバーに係る負債は、損失要素がな

かった場合に決定される残存カバーに係る負債を下回ることはできない。

当行グループは、PAAモデルを用いて測定される保険契約グループの発生保険金に係る負債を、一般モデル

の適用規定に従い、発生保険金に係る履行キャッシュ・フローの金額として測定している。ただし、将来

キャッシュ・フローについて、かかるキャッシュ・フローの支払または受取が保険金請求日から1年を超えな

い期間内に見込まれる場合、貨幣の時間価値および金融リスクの影響の調整を行う必要はない。当行グルー

プは、このオプションを適用していない。したがって、将来キャッシュ・フローは、（現在の割引率で）割

り引かれている。

 

保有している再保険契約の認識

再保険契約とは、一方の事業体（再保険会社）が、他の事業体が発行した1つ以上の保険契約（原契約）か

ら生じる保険金請求について当該他の事業体を補償するために発行する保険契約をいう。

当行グループ内の再保険契約には、IFRS第9号に基づく金融商品としての要件を満たす（リスクの移転がな

い等の）特性を有するものはない。

IFRS第17号の適用において、再保険契約は直接連動有配当保険契約には該当しないため、VFAモデルを使用

して測定することはできない。

保有している再保険契約は、上記の直接連動有配当保険契約以外の保険契約に適用される規定に従って会

計処理され、その特定の特性を考慮して修正される。

 

集約レベル

保有している再保険契約のポートフォリオは、発行した保険契約に適用されるIFRS第17号の規定に従って

分割される。ただし、保有している再保険契約は不利になり得ないため、当行グループは、保有している再

保険契約にこれらの規定を適用する上で、不利な契約への言及は、保有している再保険契約のうち当初認識

時に正味の利得が生じるものを指すとみなしている。

 

認識日

保有している再保険契約グループは、当該グループのカバー期間の開始時に認識される。この原則の例外

として、当行グループは、保有している保険契約グループのうち比例的なカバーを提供するものについて
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は、基礎となる保険契約の当初認識日が保有している保険契約グループのカバー期間の開始時より遅い場

合、その認識日を基礎となる保険契約の当初認識日まで延期する。

ただし、当行グループが基礎となる不利な保険契約グループを予定よりも早い日に認識する場合で、かつ

対応する再保険契約が当該日以前に締結されている場合、保有している再保険契約グループは、当該日に認

識される。

 

契約の境界線

上記の発行した保険契約についての契約の境界線に関する規定を保有している再保険契約に適用すること

は、キャッシュ・フローが、出再会社が再保険者に支払う義務を有する報告期間中、または出再会社が再保

険者からサービスを受ける実質的な権利を有する報告期間中に存在する実質的な権利義務から生じる場合

に、保有している再保険契約グループの境界線内に含まれることを意味する。

したがって、保有している再保険契約の境界線内のキャッシュ・フローは、発行または発行予定の基礎と

なる契約から生じ、当行グループが再保険契約に基づき再保険契約の最も早い解約可能日まで出再する

キャッシュ・フローとして決定される。

 

測定

当行グループは、保有している再保険契約の将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りを、基礎となる

保険契約または保険契約グループの将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りの測定に使用した仮定と一

貫性のある仮定を用いて測定し、再保険者側の不履行リスク（保証および訴訟による損失の影響を含む。）

を反映するよう調整している。

非金融リスクに係る調整は、出再会社が再保険者に移転するリスクの金額に相当する。

保有している再保険契約が基礎となる不利な契約の認識時またはそれ以前に締結されていて、当行グルー

プが基礎となる不利な保険契約グループの当初認識時または既存グループへの基礎となる不利な保険契約の

追加時に損失を認識する際は、当行グループは、不利な再保険契約が属するグループのCSMを調整し、それに

応じて収益を認識する。この調整は、保有している再保険契約グループの残存カバーに係る資産の損失回収

要素であり、基礎となる不利な保険契約による損失の回収を表している。この構成要素は、基礎となる不利

な保険契約の損失要素の変動を反映するように調整される。この損失回収要素は、保有している再保険契約

からの損失回収要素の戻入として純損益に表示される金額になるもので、結果的に、支払保険料の配分から

除外される。

 

契約の認識中止および条件変更

当行グループは、以下の場合に、保険契約の認識を中止する。

・保険契約が消滅した場合（すなわち、当該契約に明記された義務が消滅するか、免除されるか、または

取り消された場合）

・保険契約が第三者に移転されたとき

・保険契約の条件変更が行われ、その変更後の条件が常に存在していたと仮定した場合に当該契約の会計

処理が著しく変更されるような変更がなされた場合（たとえば、異なる分類または異なる測定モデ

ル）。この場合、変更後の条件に基づく新たな契約が認識される。

 

中間財務書類における会計上の見積りの影響

当行グループは、IAS第34号に従い、中間財務書類を作成している。当行グループは、その後の中間財務書

類および年次財務書類においてIFRS第17号を適用するにあたり、従前の中間財務書類における会計上の見積

りの取扱いを変更することを選択した。
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表示

貸借対照表における表示

当行グループは、貸借対照表上、以下の項目の帳簿価額を個別表示している。

・資産である発行した保険契約ポートフォリオ

・負債である発行した保険契約ポートフォリオ

・資産である保有している再保険契約ポートフォリオ

・負債である保有している再保険契約ポートフォリオ

関連する契約グループの認識以前に生じたキャッシュ・フロー（保険獲得キャッシュ・フローを含む。）

について認識された資産および負債は、関連する契約のポートフォリオの帳簿価額に含められる。

 

損益計算書ならびに当期純利益およびその他の包括利益／（損失）計算書における表示

当行グループは、IFRS第17号の適用範囲内の契約に関連する収益および費用を、以下の損益計算書項目に

計上している。

・発行した保険契約に係る保険収益

・発行した保険契約に係る保険サービス費用

・保有している再保険契約に係る収益および費用

・保険金融収益または保険金融費用

・保有している再保険契約に係る保険金融収益または保険金融費用

保有している再保険契約に係る収益および費用は、発行した保険契約に係る収益および費用とは別に表示

している。

当行グループは、保有している再保険契約に係る収益および費用（保険金融収益または保険収益費用を除

く。）を保険サービス損益の単一の金額として表示することを選択したためである。

当行グループは、非金融リスクに係る調整の変動を、直接連動有配当保険契約以外の保険契約については

保険サービス損益および保険金融収益または保険金融費用に配分し、直接連動有配当保険契約についてはか

かる変動の全額を保険サービス損益に含めることを選択した。

保険収益および保険サービス費用には、投資要素は含まれない。

 

包括利益に認識される金額

保険収益－一般モデルおよびVFAモデルにより測定された契約

期中に認識された保険収益は、保険契約グループに関連するサービスの提供を、当行グループが当該サー

ビスと引き換えに権利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で表している。

これには、以下のものが含まれる。

・当行グループが対価の受取を見込んでいるサービスの提供に関連する残存カバーに係る負債の変動に関

連する、以下の金額

－期中に発生した保険サービス費用（報告期間の期首現在の見込額で測定される。）。ただし、残存カ

バーに係る負債の損失要素に配分した金額、投資要素の返済、第三者に代わって回収した取引ベース

の税金、保険獲得費用、および非金融リスクに係る調整に関連する金額を除く。

－非金融リスクに係る調整の変動。ただし、保険金融収益または保険金融費用に含まれる変動、将来の

サービスに関連する変動および残存カバーに係る負債の損失要素に配分される金額を除く。

－期中の保険契約サービスの提供の結果として純損益に認識された契約上のサービス・マージンの金額

－必要に応じて、その他の金額（たとえば、将来のサービスに関連するもの以外の保険料の受け取りに

ついての実績調整）

・保険料のうち保険獲得キャッシュ・フローの回収に配分される部分の金額
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当行グループは、保険料のうち保険獲得キャッシュ・フローの回収に配分される部分を、時の経過を反映

した規則的な方法で各期間に配分している。当行グループは、利息の資産計上を考慮せずに定額法による配

分を採用した。同額が保険サービス費用として認識されている。

 

契約上のサービス・マージンの純損益への認識

保険契約グループの契約上のサービス・マージンの金額は、期中に当該グループに関して提供された保険

契約サービスを反映するために各期間の保険収益に認識されるが、この金額は、当該グループのカバー単位

を識別し、報告日現在のCSM（純損益に金額を認識する前）を各カバー単位（当期に提供されたものおよび将

来提供される予定のもの）に均等に配分し、当期に提供されたカバー単位に配分された金額を純損益に認識

することによって決定される。

契約グループのカバー単位の数は、当該グループ内の契約で提供される保険契約サービスの量に対応して

おり、各契約について、提供される給付の量およびカバーの予想存続期間を考慮して決定される。カバー単

位は、各報告期間の末日現在に見直され、更新される。

保険契約サービスには、保険事故に対するカバー（保険カバー）のほか、該当する場合、直接連動有配当

保険契約については保険契約者に代わって行う基礎となる項目の管理（投資関連サービス）、直接連動有配

当保険契約以外の保険契約については保険契約者のための投資リターンの生成（投資リターン・サービス）

が含まれる。

投資リターン・サービスまたは投資関連サービスの提供期間は、当該サービスに関して既存の保険契約者

に対して支払われるべき金額がすべて支払われる日までに終了する。

一般モデルを用いて測定される当行グループの契約には、投資リターン・サービスは含まれていない。

保険サービスおよび投資関連サービスの両方を含む直接連動有配当保険契約については、使用されるカ

バー単位に両方のサービスを反映している。

同基準では、当該期間に提供されたサービスの量を反映するために用いる適切な指標を規定していないた

め、この点に関しては判断が必要となる。当行グループがカバー単位を識別するために用いる手法、および

その結果としてCSMが純損益に認識される時期については、対象契約の特性に合わせている。

一般モデルで測定される保険契約については、保証の種類（定期生命保険契約におけるすべての原因によ

る死亡給付、死亡時のローン契約における元本残高、設備投資、および長期介護契約における年金リスク

等）に応じた様々な指標に基づいてカバー単位が決定されている。

VFAで測定される保険契約については、CSMを純損益に配分するために用いられる方法は、各期間中に保険

会社が提供した資産運用サービスを経済的に反映することを目的としている。したがって、この種の契約の

測定に使用される保険数理モデルで予測される資産のリスク中立的なリターンに加え、かかる資産の実際の

パフォーマンスに応じた追加のリターンも考慮される。これにより、この種の契約に使用されるカバー単位

（平均数学的引当金）は、損益計算書上でCSMが認識される割合に対して、基礎となる項目のリスク中立的な

予想リターンとリアル・ワールドの仮定を適用した場合の期待収益との差が与える影響を修正するように調

整される（いわゆる「ボウ・ウェーブ・エフェクト」の修正）。

使用しているリアル・ワールドの仮定は、軌道の起点として報告期間の末日現在の市場データ、最初の5年

間はクレディ・アグリコル・エス・エーの経済調査部門による予算事業年度の報告データ、およびその期間

より後は長期間の補外（50年間の予測）に基づいている。

使用した主なリアル・ワールドの仮定は、以下のとおりである。

 

2024年12月31日現在の仮定 N+1 N+5

ユーロ10年物スワップレート 2.50％ 2.75％

CAC 40（配当込み) 5.02％ 5.00％

S&P 500（配当込み） 3.54％ 5.00％
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不動産（賃料込み） 4.47％ 5.35％

 

報告期間末現在のCSM残高について、今後純損益に認識される予定額の内訳は、注記5.3に記載されてい

る。

 

保険収益－PAAモデルにより測定される契約

PAAモデルを用いて測定される契約グループについては、期中の保険収益は、当該期間に配分された、予想

される保険料受取額（投資要素を除く。）である。

当行グループは、PAAモデルを用いて測定されるすべての契約について、時の経過に基づき、これらの予想

される保険料受取額を保険契約のサービス期間に配分している。

 

保険サービス費用

発行した保険契約から生じた保険サービス費用は、通常、発生時に純損益に認識される。保険サービス費

用には、投資要素の払戻しは含まれず、以下の項目が含まれる。

・発生保険金（投資要素を除く。）および他の発生した保険サービス費用

・保険獲得キャッシュ・フローの償却

・不利な契約グループに係る損失および当該損失の戻入

・貨幣の時間価値、金融リスクおよびそれらの変動による影響から生じるものではない、発生保険金に係

る負債の変動

・保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の減損損失および当該減損損失の戻入

 

保有している再保険契約に係る収益および費用

保有している再保険契約に係る収益および費用には、以下の項目が含まれる。

・支払保険料の配分（当行グループが対価の支払を見込んでいるサービスの提供に関連する、残存カバー

に係る資産の変動に関連する金額を含む。）

・再保険者から回収した金額

・保有している再保険契約の発行者側の不履行リスクの変動による影響

 

保険金融収益または保険金融費用

保険金融収益または保険金融費用は、貨幣の時間価値および金融リスクならびにそれらの変動の影響から

生じる保険契約グループおよび再保険契約グループの帳簿価額の変動で構成される。

VFAモデルを用いて測定される保険契約グループについては、これらの変動は、損失要素に配分される変動

（保険サービス費用に含まれる。）を除外し、基礎となる項目の価値の変動に起因する契約グループの測定

における変動（追加および解約を除く。）を含める。

期中の保険金融収益または保険金費用は、純損益に全額表示するか、または純損益とその他の包括利益に

分解して表示する（以下「OCIオプション」という。）ことができる。

直接連動有配当保険契約以外の保険契約で、企業が基礎となる項目を保有しているものについては、純損

益に表示される金額は、契約グループの期間にわたって見込まれる保険金融収益または保険金融費用の総額

を、以下を使用して規則的に配分することにより決定される。

・金融リスクに関する仮定の変更が保険契約者に支払われる金額に重要な影響を及ぼさない、一般モデル

により測定される保険契約グループ：契約グループの当初認識日現在で決定された割引率を使用する

・PAAモデルにより測定される契約グループ：発生保険金請求日現在で決定された割引率を使用する

直接連動有配当保険契約で、当行グループが基礎となる項目を保有しているものについては、純損益に認

識される金額は、保有する基礎となる項目について純損益に含めた収益または費用との会計上のミスマッチ

を解消する金額である。このオプションに基づき、当行グループは、基礎となる項目について純損益に認識

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 644/1736



された収益または費用と完全に対応する収益または費用を純損益に認識し、その結果、別個に表示されるこ

れらの項目の合計はゼロとなる。

当行グループは、ほとんどの保険ポートフォリオについて、期中の保険金融収益または保険金融費用を純

損益とその他の包括利益に配分する会計処理法（OCIオプション）の適用を選択した。直接連動有配当保険契

約で企業が基礎となる項目を保有するものについては、このオプションを適用することにより、保有する基

礎となる項目について純損益に認識される収益または費用との会計上のミスマッチを解消した金額が純損益

に表示されることになる。それ以外の契約については、割引率の変動による契約の価値への影響が、その他

の包括利益に表示されている。

 

投資要素

同基準の規定では、投資要素を識別することを要求している。投資要素は、保険事故が発生したか否かに

かかわらず、すべての状況で当行グループが被保険者に返済しなければならない金額として定義されてお

り、保険収益としても保険サービス費用としても計上すべきでない。

当行グループが識別した主な投資要素は、明示的な解約返戻金または移管価値のある貯蓄契約および退職

契約に関係するものである。

 

内部利益

IFRS第17号は、貸借対照表上の保険負債を測定する際に、将来の費用を見積ることを要求している。損益

計算書は、当期中の実際の費用および費用の見積額の戻入を示している。

クレディ・アグリコルの銀行ネットワークは、当行グループの保険事業体が発行し管理する保険契約を販

売している。これらの事業体は、受取報酬および手数料を通じて銀行ネットワークに報酬を支払っている。

当行グループは、グループ内部の手数料に含まれる内部利益の金額について、保険負債および損益計算書

を調整している。保険契約を販売する際に銀行ネットワークが負担する間接費は、保険サービス費用として

表示されている。影響を受ける勘定科目は、以下のとおりである。

・貸借対照表上：VFAモデルおよびBBAモデルについては保険負債

・損益計算書上：VFAモデルおよびBBAモデルについてはCSMを認識し、すべてのモデルについて実際の費用

を認識する。

当行グループは、その銀行ネットワークの標準化された管理データを利用して、販売された保険契約の

マージンを決定している。

これらの修正再表示は、注記5の事業セグメント「コーポレート・センター」に含められている。

 

リース（IFRS第16号）

当行グループは、リースの貸手、借手のいずれの場合もある。

 

当行グループが貸手である場合のリース

リースは、原資産の所有に伴いリスクと経済価値のほとんどがリース契約により移転される場合はファイ

ナンス・リースとして分類され、リース資産のリスクおよび便益のほとんどが借手に移転しない場合はオペ

レーティング・リースとして分類される。

・ファイナンス・リースの場合、リースは、貸手の信用供与により資金を調達した借手に対する固定資産の

売却と同等のものとみなされる。

　したがって、貸手は、借手の金融債務を、リース料と貸手に対する無保証残存価値の合計額を契約の計算

利子率で割り引いた現在価値に相当する金額で「償却原価で測定する金融資産」に計上する。

　受取リース料の内訳は、損益計算書の「受取利息および類似収益」に計上される利息と元本回収額であ

り、したがって、純利益には残額に対する一定の率の金利が含まれることになる。
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ファイナンス・リースについては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に基づく償却原価で

測定する金融資産の減価償却に関する一般的アプローチを適用している。

・オペレーティング・リースの場合、貸手は、リース資産を貸借対照表の資産の部の「有形固定資産」に認

識し、残存価値を除いた金額を、耐用年数にわたって定額法で減価償却する。また、受取リース料も、

リース期間にわたって定額法で純損益に認識される。

受取リース料および減価償却費は、損益計算書の「その他の業務収益」および「その他の業務費用」に計

上される。

 

当行グループが借手である場合のリース

リースは、リース資産が利用可能となった日に貸借対照表に認識される。借手は、リース資産を使用する

権利を表す資産を見積契約期間にわたり「有形固定資産」に計上し、リース料支払義務を表す負債を同じ期

間にわたり「その他の負債」に計上する。

契約のリース期間は、リースの解約不能期間に、借手の行使が合理的に確実である場合は契約の延長オプ

ション、また借手が行使しないことが合理的に確実である場合は解約オプションを調整した期間である。

フランスにおいて、無期限契約または自動更新契約に適用される当行グループの原則は、5年後に最初の解

約オプションを行使することである。「3/6/9」商業リースに用いる期間は通常9年（当初解約不能期間は3

年）である。借手が3年後に解約オプションを行使しないことが合理的に確実であると判断した場合、当行グ

ループの原則が、ほとんどのフランスの商業リースに、リース開始日に適用される。これは、当初のリース

期間が6年と見積もられることを意味する。主な例外は、（たとえば、賃料の減額と引き換えに）中途解約オ

プションを放棄したリースの場合である。この場合、当行グループの原則を適用して、当初のリース期間と

して9年が使用される。

リース負債は、リース料の現在価値に相当する金額が契約期間にわたり認識される。リース料には、固定

リース料、レートまたは指数に基づく変動リース料、および借手が残価保証、購入オプションまたは早期解

約違約金として支払うと見込まれる金額が含まれる。指数またはレートに基づかない変動リース料および

リース料について損金算入されないVATは、負債の算定において考慮されず、「営業費用」に認識される。

使用権資産およびリース負債の算定に適用される割引率は、計算利子率を容易に算定できない場合は、契

約締結日における契約期間にわたる借手の追加借入利子率とする。追加借入利子率は、リースの支払方法を

考慮し、リースの条件（期間、保証、経済環境等）を反映している。

リース料支払額は、利息と元本支払額に分解される。

資産を使用する権利は、リース負債の当初測定額に、当初直接コスト、前払リース料および回復費用を加

算し、リース・インセンティブを差し引いた金額で測定され、見積リース期間にわたって償却される。

リース負債および使用権資産は、リースの変更、リース期間の見直し、または指数もしくはレートの適用

に関連してリース料の見直しが行われた場合に調整されることがある。

借手は、使用権とリース負債の一時差異に対して繰延税金を認識する。

基準に定める例外規定に従い、短期リース（当初期間12ヶ月以下）および新たな価値が少額のリース資産

は、貸借対照表に認識されておらず、対応するリース費用が損益計算書の「営業費用」に定額法で計上され

ている。

基準に従い、当行グループは、無形資産のリースにはIFRS第16号を適用していない。

 

売却目的保有非流動資産および非継続事業（IFRS第5号）

非流動資産（または処分グループ）は、その帳簿価額が継続使用ではなく売却により主に回収される場合

に売却目的保有として分類される。

これに該当するためには、資産（または処分グループ）は、現況で直ちに売却することが可能でなければ

ならず、その売却の可能性が非常に高くなければならない。
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関連する資産および負債は、貸借対照表において「売却目的保有非流動資産および非継続事業」および

「売却目的保有非流動資産および非継続事業に係る負債」として独立して表示される。

売却目的保有として分類される非流動資産（または資産グループ）は、その帳簿価額と、売却費用控除後

の公正価値のいずれか低いほうの金額で測定される。未実現損失が生じた場合、減損は損益計算書に計上さ

れる。さらに、減価償却固定資産に該当する非流動資産は、分類変更後、減価償却が行われなくなる。

持分法適用投資については、売却目的保有割合に相当する利益に対する持分が計上されなくなる。売却目

的保有資産グループの売却費用控除後の公正価値が非流動資産の減損控除後の帳簿価額を下回る場合、その

差額は、売却目的保有資産グループの他の資産（金融資産を含む。）に配分される。

非継続事業とは、既に処分されたかまたは売却目的保有に分類されている当行グループの構成単位で、次

のいずれかに該当するものである。

・独立の主要な事業分野または営業地域を表す。

・独立の主要な事業分野または営業地域を処分する、統一された計画の一部である。

・転売のみのために取得した子会社である。

以下は、損益計算書の独立の項目として開示される。

・非継続事業からの純利益

・非継続事業を構成する資産または負債を処分したことにより、または売却費用控除後の公正価値で測定し

たことにより認識した税引後の利益または損失

 

1.3　連結の原則および方法（IFRS第10号、IFRS第11号およびIAS第28号）

 

連結の範囲

当連結財務書類は、クレディ・アグリコル・エス・エー、ならびにIFRS第10号、IFRS第11号およびIAS第28

号に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーが支配、共同支配または重要な影響力を行使するすべての

会社の財務書類を含んでいる（ただし、連結の範囲に含まれるすべての会社の中でも重要性がないものを除

く。）。

 

支配の定義

IFRSに従い、支配、共同支配および重要な影響力の下にあるすべての企業は、下記の例外に該当しないこ

とを条件として、連結される。

企業に対する支配は、クレディ・アグリコル・エス・エーが、当該企業との関与により変動リターンにさ

られているかまたは変動リターンを受領する権利を有している場合で、かつ当該企業に対して有するパワー

によりかかるリターンに影響を及ぼすことができる場合に存在するものとみなされる。この文脈において、

パワーとは、実質的な権利（議決権または契約上の権利）をいう。権利は、権利の保有者が当該企業の関連

性のある活動に関して決定を行う際に実務上それを行使することができる場合に、実質的な権利とみなされ

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、その権利により子会社の関連性のある活動を指図する実務上の能

力を有する場合に、議決権を通じて当該子会社を支配しているとみなされる。クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、通常、直接的にまたは子会社を通じて間接的に、企業における既存の議決権または潜在的議決

権の過半数を所有する場合に、当該子会社を支配しているとみなされる。ただし、そのような所有権が関連

性のある活動を指図するパワーを与えないことを明確に立証することができる場合を除く。企業の議決権

（潜在的議決権を含む。）の所有が半数に満たなくても、クレディ・アグリコル・エス・エーが、特に、契

約上の取決めの存在、他の投資家と比較した保有する議決権の規模またはその他の理由により、単独の裁量

によって関連性のある活動を指図することが実務上可能である場合にも、支配が存在するとみなされる。

ストラクチャード・エンティティの支配は、議決権がその性質上、当該企業のリターンに影響しないこと

から、議決権の割合のみに基づいて評価されるものではない。支配の分析を行う際には、契約上の取決めお

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 647/1736



よびクレディ・アグリコル・エス・エーが負うリスクのみならず、クレディ・アグリコル・エス・エーによ

る当該企業の設立時の関与および決定の有無、特定の状況においてのみ関連性のある活動を指図するパワー

を投資家に与える契約に基づく権利、および投資家が当該企業の関連性のある活動を指図することができる

旨を示すその他の事実または状況が考慮される。経営に関する合意がある場合には、委任された経営者に付

与される意思決定に関するパワーの範囲およびかかる契約上の取決めに定める報酬について調査が行われ、

当該経営者が実務上（委任されたパワーにより）代理人として行動しているか、（自己の責任において）本

人として行動しているかが判定される。

さらに、当該企業の関連性のある活動について決定を行う際、当該企業が代理人として行動しているか本

人として行動しているかの判断において、次の指標を用いる。すなわち、（当該企業に対するパワーとの比

較における）経営者に委任された意思決定に関するパワーの範囲、契約上の取決めに定める報酬、当該企業

に関与する他の当事者の意思決定能力に影響を及ぼす可能性のある実質的な権利、および当該企業に対する

他の持分の変動リターンに対するエクスポージャーである。

共同支配は、経済活動に対する契約上合意された支配の共有がある場合に存在するとみなされる。企業の

関連性のある活動に影響を及ぼす決定は、支配を共有する当事者の全員一致の合意を必要とする。

伝統的な企業において、重要な影響力は、被投資企業の財務および営業の方針決定に影響を与える権限で

あり、（独占的支配であるか共同支配であるかを問わず）支配ではないものとして定義される。クレディ・

アグリコル・エス・エーは、直接的にまたは子会社を通じて間接的に、企業における議決権を20％以上所有

する場合に重要な影響力を行使していると考えられる。

 

連結の方法

連結の方法は、IFRS第10号、IFRS第11号およびIAS第28号によって規定されている。連結対象となる可能性

のある企業に対してクレディ・アグリコル・エス・エーが行使する支配の種類に基づき、当該企業の事業ま

たは当該企業が法的主体であるか否かにかかわらず、以下のとおり処理される。

・被支配企業（財務書類の構成が異なる企業を含む。）は、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業の延

長上にない事業を行っている場合であっても、全部連結される。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが重要な影響力を行使する企業および共同支配企業（共同事業を除

く。）は、持分法で会計処理される。

全部連結は、投資額を、各子会社が計上している資産および負債の各項目に置き換える処理である。非支

配持分に帰属する株主持分および利益は、連結貸借対照表および連結損益計算書において個別に表示され

る。

非支配持分は、IFRS第10号において規定されるとおりであり、これには、現在の保有持分に相当し、清算

された場合に純資産に対する権利を比例割合で付与する金融商品、および子会社により発行されたその他の

資本性金融商品で当行グループが保有していないものが含まれる。

関係会社または共同支配企業に対する投資は、貸借対照表上、「持分法適用会社に対する投資」に独立項

目として認識される。持分法は、投資額を、投資先企業の株主持分および純損益に対する当行グループの持

分に置き換える処理である。

共同支配または重要な影響力が継続する範囲で株式の段階的取得または一部売却が行われる場合、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、以下のとおり認識する。

・持分比率が増加した場合は、のれんを追加計上する。

・持分比率が減少した場合は、損益計算書に売却／希薄化に係る利益（損失）を計上する。

 

修正再表示および相殺消去

IFRS第10号に従い、被連結会社に適用される評価方法を統一するために、クレディ・アグリコル・エス・

エーは財務書類を修正再表示している。
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全部連結会社について、連結貸借対照表および連結損益計算書に対する当行グループの内部取引の影響は

相殺消去される。

連結会社の財務書類において、グループ内の資産の譲渡から生じた損益は相殺消去される。譲渡人に損失

が生じる場合、この内部取引で譲渡した資産について減損が認識される可能性がある。

 

在外営業活動体の財務書類の換算（IAS第21号）

「在外営業活動体」に該当する事業体（子会社、支店、関係会社または共同支配企業）の財務書類は、以

下の2段階でユーロに換算される。

・財務書類の作成に使用される現地通貨から、機能通貨（企業が営業活動を行う主たる経済環境で使用され

る通貨）に換算する。かかる情報が機能通貨で当初認識されたものとして換算される（上記の外貨建て取

引における換算の原則と同じである。）。

・機能通貨から、当行グループの連結財務書類の表示通貨であるユーロに換算する。資産および負債（のれ

んを含む。）は決算日の為替レートで換算される。資本金および資本剰余金などの株主持分項目は、取引

発生時の為替レートで換算される。損益計算書の収益および費用は期中平均為替レートで換算される。こ

の換算から生じた為替変動の影響額は、株主持分の独立した項目として認識される。在外営業活動体の活

動から撤退した場合（処分、出資金の払戻し、清算、事業の中止）、または（処分を行っていなくても）

支配の喪失による連結除外の場合、かかる換算差額は、撤退または支配喪失が認識された時点で、損益計

算書に認識される。

 

企業結合－のれん

のれんの評価および認識

IFRS第3号に従い、企業結合は取得法を使用して会計処理される。ただし、IFRS第3号の適用範囲から除外

されている共通支配下の企業結合を除く。取引に適用されるIFRSの基準または解釈指針が特に存在しない場

合、IAS第8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」は、他の基準設定機関の公式見解を参照するこ

とができるとしている。したがって、当行グループは、共通支配下の企業結合について持分プーリング法に

より帳簿価額で計上するために、IFRSの一般原則に準拠していると思われる米国基準書ASU第805-50号を適用

することを選択した。

取得日において、IFRS第3号が規定する認識条件を満たす、被取得企業の識別可能な資産、負債および偶発

負債が公正価値で認識される。

価格調整条項は、その実現の可能性が高くなくても、公正価値で認識される。当該条項が金融負債である

場合その後の公正価値の変動は、損益計算書に認識される。2009年12月31日までに支配を獲得するに至った

取引は改訂前のIFRS第3号（2004年）に基づいて計上されているため、かかる取引に関する価格調整条項のみ

が、現在でものれんの調整として計上することが認められている。

現在の持分を構成し、清算された場合に企業の純資産に対する持分を得る権利を与える非支配持分は、取

得企業の選択により以下の2つの方法で測定することができる。

・取得日における公正価値による測定（「全部のれん」方式）

・被取得企業の識別可能な資産および負債に対する持分につき再評価した公正価値での測定（「部分のれ

ん」方式）

この選択は企業結合ごとに行われる。

資産、負債および偶発負債の当初の評価は、取得日後12ヶ月以内に修正することができる。

企業結合時に移転された対価（取得原価）は、被取得企業の支配と交換に取得日に取得企業が移転した公

正価値の合計として測定される（たとえば、現金、資本性金融商品等）。

企業結合に直接起因する費用は企業結合とは別個に費用として認識されている。取引の実行可能性が非常

に高い場合、かかる費用は「その他の資産に係る純利益／（損失）」に計上され、そうでない場合には「営

業費用」に計上される。
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移転された対価と非支配持分の金額の合計と、取得日の公正価値で評価された識別可能な取得資産および

引受負債の純額との差額が正である場合には、「のれん」として、貸借対照表の資産の部に計上される。負

ののれんは直ちに純損益に認識される。

のれんは被取得企業の通貨により当初の金額で貸借対照表に計上され、報告期間末の決算日の為替レート

で換算される。

支配が段階的に達成される場合、のれんは、一度、支配獲得後に保有する持分全体につき、取得日の取得

資産および引受負債の公正価値を用いて計算される。

支配を喪失した場合、処分による収入は、売却企業全体について計算され、残余持分は、支配喪失日の公

正価値で貸借対照表に計上される。

 

のれんの減損

のれんは、減損の客観的証拠があるとき、または最低1年に1回、減損についてテストされる。

取得日の非支配持分を測定するための選択肢および仮定は、のれんの当初計上額および（存在する場合に

は）価値の下落による減損に影響を与えることがある。

減損テストの目的上、のれんは、企業結合から便益を受けることが見込まれる当行グループの資金生成単

位（CGU）に配分される。当行グループの事業ラインでは、CGUを、単一の事業モデルで機能する資産および

負債の識別可能な最小グループとして定義している。減損テストでは、配分されたのれんを含む各CGUの帳簿

価額をその回収可能価額と比較する。

CGUの回収可能価額は、公正価値から売却コストを差し引いた価値と使用価値のいずれか高いほうの金額と

して定義されている。使用価値とは、経営のために当行グループが作成した中期事業計画において規定され

た、CGUの将来キャッシュ・フローの現在価値である。

回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、CGUに配分されたのれんについて、同額の減損損失が認識される。

かかる減損損失は戻入できない。

 

取得後の持分割合およびのれんの変動

クレディ・アグリコル・エス・エーが既に支配を有する企業に対する持分割合を増加または減少させる場

合で、かつ支配の喪失を伴わない場合、企業結合の開始時に認識されたのれんの金額への影響はない。

クレディ・アグリコル・エス・エーが既に支配を有する企業に対する持分割合を増加させる場合、取得原

価と取得した純資産持分との差異は、「利益剰余金、当行グループの持分」の項目に認識されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーが支配を維持している企業に対する持分割合を減少させる場合、売却

価格と売却した純資産持分の帳簿価額との差異も、「利益剰余金、当行グループの持分」に直接認識され

る。これらの取引に係る費用は、株主持分に計上される。

 

少数株主に付与された売却オプション

少数株主に付与された売却オプションの会計処理は以下のとおりである。

・売却オプションが全部連結子会社の少数株主に付与される場合、貸借対照表に負債が認識される。かかる

負債は当初認識時に、少数株主に付与されたオプションの権利行使価格の見積現在価値で測定される。こ

の負債の見合いとして、少数株主に帰属する純資産がゼロまで減額され、残額が株主持分から控除され

る。

・見積権利行使価格のその後の変動は、当該負債金額に影響し、株主持分の修正により相殺される。同様

に、少数株主に帰属する純資産のその後の変動は、株主持分で相殺消去される。
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注記2　当期中の主要な構造改革および重大な事象
 

2.1　主要な構造改革

 

2.1.1　クレディ・アグリコルによるクレディ・デュ・マロックの残りの株式の売却の最終化

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、クレディ・アグリコル・エス・エーが保有するクレディ・デュ・

マロックの全株式をモロッコのグループ企業であるホルマルコムに売却することを2022年4月に発表した。こ

の契約の一環として、また2022年12月に第1回目の部分売却として63.7％を売却後、クレディ・アグリコル・

エス・エーは2024年6月7日に、クレディ・デュ・マロックの残りの15％の株式および子会社クレディ・

デュ・マロック・リーシング＆ファクタリングをホルマルコム・グループに売却することを発表した。この

取引による2024年12月31日現在の財務書類への重要な影響はない。

 

2.1.2　アルファ・アソシエイツの買収によるアムンディのプライベート・アセットにおける事業拡大

 

2024年4月2日、アムンディは、プライベート・アセットにおいてマルチ・マネージャー運用による投資ソ

リューションを提供する独立系資産運用会社であるアルファ・アソシエイツの買収を最終化した。この買収

により、アムンディは、このセグメントにおける欧州のメジャープレイヤーとなる。また、プライベート・

アセット市場におけるアムンディの地位も強化される。

この取引により、アムンディおよびアルファ・アソシエイツのプライベート・アセットにおけるマルチ・

マネージャー運用業務は、新たな事業部門として統合される。

改訂IFRS第3号に従い、取得日現在329百万ユーロの新規連結に伴うのれんが発生した。取得日以降、当行

グループは、この新規連結に伴うのれんの配分を41百万ユーロ（税引後）調整した。この配分により、取得

日時点ののれんの認識額は288百万ユーロとなり、2024年12月31日現在は決算日の為替レートを考慮すると

299百万ユーロとなった。IFRS第3号第45項の適用により、取得企業は、取得日から最長12ヶ月以内にのれん

の当初認識額を最終化しなければならない。

 

2.1.3　戦略的パートナーになることを目的としたアムンディおよびビクトリー・キャピタルによる最終合意

書の締結

 

2024年4月16日に発表した覚書に従い、アムンディは、2024年7月9日、ビクトリー・キャピタルとの間で最

終合意書を締結したことを発表した。アムンディの米国事業は、ビクトリー・キャピタルと合併されること

になる。これと引き換えに、アムンディはビクトリー・キャピタルの戦略的株主となり、26.1％の経済的持

分を取得し、ビクトリー・キャピタルとの15年間の販売・サービス契約が締結される。これらの契約は、当

該合併取引が完了した時点で発効する。

当該取引の完了は通常の条件に基づき、2025年度には最終化する予定である。

IFRS第5号の適用により、アムンディ米国の資産および負債は、2024年12月31日現在、貸借対照表上「売却

目的保有非流動資産」に820百万ユーロが、「売却目的保有非流動資産に係る負債」に194百万ユーロが認識

されている。

 

2.1.4　クレディ・アグリコル・グループの子会社であるインドスエズ・ウェルス・マネジメントによる、バ

ンク・デグルーフ・ピーターカムの過半数株式の取得計画の発表

 

2024年6月3日、完全子会社であるCAインドスエズは、ベルギーにおける資産管理の大手であり国際的なプ

レゼンスおよび顧客基盤を有する有力な投資会社であるバンク・デグルーフ・ピーターカムの買収を最終化
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した。この取引により、CAインドスエズは、2024年6月30日現在、バンク・デグルーフ・ピーターカムの資本

の65％を保有し、同社の従来の株主であるCLdNコベルフレは20％の持分を維持することになる。

当該取引は、銀行当局および競争当局から必要な許認可を取得しており、バンク・デグルーフ・ピーター

カムのチームがインドスエズ・ウェルス・マネジメントのチームに加わり協働することで、欧州における資

産管理の大手が誕生することになる。これにより、クレディ・アグリコルのベルギーにおけるプレゼンスが

強化され、様々な事業部門で大きな相乗効果が生まれることになる。

ベルギーの金融サービス・市場当局（FSMA）から必要な許認可を取得後、2024年6月時点で、CAインドスエ

ズは、CLdNコベルフレとともに、2024年6月3日に実施した買収と同じ条件で、バンク・デグルーフ・ピー

ターカムの少数株主が保有する株式に対する公開買付および公開買収を順次開始した。これらの公開買付お

よび公開買収は、バンク・デグルーフ・ピーターカムの発行済株式総数の11％を対象とするものであった。

これらの取引により、CAインドスエズは、2024年12月31日現在、バンク・デグルーフ・ピーターカムの株式

資本の77％（自己株式を除くと79％）を保有していた。

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループが偶発債務を負う可能性がありそれに対応して、エスク

ロー口座が設定されている。

2024年6月30日以降、バンク・デグルーフ・ピーターカムは、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財

務書類上、全部連結されている。

改訂IFRS第3号および当行グループの会計原則に従い、2024年6月3日に取得した株式に関連して、515百万

ユーロの新規連結に伴うのれんが発生した。2024年12月31日時点で、当行グループは、この新規連結に伴う

のれんの配分を141百万ユーロ（税引後）調整した。この調整は主にバンク・デグルーフ・ピーターカムの顧

客関係を評価した顧客関連無形資産の認識によるもので、株主持分割合に相当する。この配分により、2024

年12月31日現在374百万ユーロののれんが認識された。

IFRS第3号第45項の適用により、取得企業は、取得日から最長12ヶ月以内にのれんの当初認識額を最終化し

なければならない。

CAインドスエズはCLdNに対し、バンク・デグルーフ・ピーターカムの資本の20％持分についてプットオプ

ションを付与しており、これは、CAインドスエズが他の株主への株式売却で提示している価格と同水準の固

定価格で、クレディ・アグリコル・エス・エー株式と引き換えに有価証券を買い取ることを定めたものであ

る。

2024年6月30日現在、当該オプションの行使価格の見積額は、IAS第32号に従い、クレディ・アグリコル・

エス・エー・グループの貸借対照表において375百万ユーロの負債として計上されていた。

基準の追加的な分析を行った結果、当該交換オプションは少数株主に有利なものであり、最終的にはIFRS

第2号の適用範囲に含まれるとの結論に達した。この点において、2024年12月31日に終了した年度の財務書類

において当該有利な価値は費用として認識され、株主持分の調整により相殺された。この費用は、当行グ

ループにとって重要ではない。評価は、市場パラメータを使用した内部モデルに基づいている。この結果、

もはやIAS第32号を適用する必要がなくなったため、当行グループは、オプションの行使価格に相当する負債

の計上を継続していない。

 

2.1.5　クレディ・アグリコル・イモビリエによる、ネクシティ・プロパティ・マネジメントの買収の完了に

伴い、フランスを代表する不動産管理会社へ

 

2024年11月6日、クレディ・アグリコル・イモビリエは、第三次産業用、住宅用および商業用資産の管理を

専門とするネクシティの子会社であるネクシティ・プロパティ・マネジメントの買収を完了したと発表し

た。2024年7月25日に発表されたこの取引により、クレディ・アグリコル・イモビリエは、収益ベースでフラ

ンスを代表する機関投資家向け不動産管理会社となる
(1)

。
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ネクシティ・プロパティ・マネジメントは、持分法により連結されている。2024年12月31日現在、持分法

適用会社の利益に対する持分は0.1百万ユーロで、当行グループの貸借対照表上の持分法適用会社に対する投

資額は22百万ユーロであった。

 

(1) 出典：Xerfi

 

2.1.6　クレディ・アグリコルによる、バンコBPMの株式資本の5.2％に相当する金融商品取引の締結

 

2024年12月2日、クレディ・アグリコルは、規制当局の承認を条件とした現物決済により、バンコBPM

S.p.A（以下「バンコBPM」という。）の株式資本の5.2％に相当する金融商品取引を締結した。クレディ・ア

グリコル・エス・エーの既存持分が9.9％であることから、これによるバンコBPMに対する持分比率は15.1％

となる。この取引については、クレディ・アグリコルによりイタリア当局およびバンコBPMに通知されてい

る。

この取引は、クレディ・アグリコルがバンコBPMの長期的な投資家およびパートナーとなる戦略と完全に一

致している。この取引により、消費者金融、損害保険、死亡・障害保険および債務返済保険に関して当行グ

ループの業界におけるパートナーシップが強化される。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、これらの金融商品を当期純利益

－当行グループの持分に公正価値で認識したが、その金額に重要性はない。

 

2.1.7　クレディ・アグリコル・エス・エーによる契約締結の発表：サンタンデールが保有するCACEIS（クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの資産サービシング子会社）株式30.5％の取得により、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの持分比率が100％に増加

 

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびサンタンデールは、2024年12月19日、サンタンデールが保有す

るCACEIS（クレディ・アグリコル・エス・エーの資産サービシング子会社）株式30.5％をクレディ・アグリ

コル・エス・エーが取得することで合意したと発表した。この取引により、クレディ・アグリコル・エス・

エーは、CACEISの株式資本の100％を所有することになる。

この取引は、対象となる規制当局の承認を含め、通常の前提条件に従うものとし、2025年度に完了する予

定である。この取引による、2024年12月31日現在の財務書類への影響はなかった。

2024年12月31日現在の連結範囲および連結範囲の変更の詳細は、連結財務書類に対する注記12「2024年12

月31日現在の連結範囲」の末尾に記載されている。
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注記3　財務管理、リスク・エクスポージャーおよびヘッジの方針

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務管理部門は、クレディ・アグリコル・エス・エー内の資金の流

れの整理、借換規則の定義および実施、資産・負債の管理ならびに規制健全性比率の管理について責任を有

する。同部門は、原則を定め、当行グループ全体の一体性のある財務管理を確保する。

当行グループの銀行業務リスクの管理は、グループ・リスク管理および恒常的統制部門が担当している。

同部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者直属で、その役割は、信用リスク、財務リ

スクおよびオペレーショナルリスクの管理である。

これらの手続についての記述および解説は、「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき

課題等」に記載されている。内訳は財務書類に表示されている。

 

3.1　信用リスク

（「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－信用リスク」の項目を参照。）

 

信用リスクの測定

経済的および地政学的な不確実性の状況下で、当行グループは引き続き、信用リスクの見積額を決定する

ための将来予測的なマクロ経済予測を定期的に見直している。

 

2024年12月31日時点で使用されたマクロ経済シナリオに関する情報

当行グループは、2024年12月時点のIFRS第9号のパラメータによる引当金の計算にあたって4つのシナリオ

を使用し、2027年度までについて、以下のとおり予測している。

2024年10月に策定されたこれらのシナリオには、国際情勢の変化についての様々な仮定が組み込まれてい

るため、とりわけディスインフレの速度および各国の中央銀行の金融政策対応にばらつきが生じている。こ

れらの各シナリオには、異なる加重が割り当てられている。

 

第一のシナリオ：中立シナリオ（30％の加重）

シナリオ策定時点での米国大統領選挙をめぐる不確実性（世論調査の結論が出てないため、いかなる確信

的な政治的シナリオをも組み込むことができない。）を考慮し、このシナリオは「政策に変更はない」とし

て策定されている。

 

より「不安定な」ディスインフレ

米国では、予想以上に強固であった最近の成長基盤に、（米国の労働市場の緩やかな冷え込み、低所得世

帯が直面する困難の増加といった）いくつかの亀裂が見えつつあるが、これらが急速に悪化することはない

と期待できるいくつかの理由がある。すなわち、以前の金利緩和サイクルによるプラスの効果があること、

株式および不動産の好調な伸びにより純資産が大幅に増加した事業者の財政状態が概ね健全であること、2％

超で停滞するリスクは依然としてあるもののディスインフレが維持されていることである。このシナリオで

は、2024年度のプラス2.5％から2025年度にはプラス1.3％へと成長が明らかに減速するものの、景気後退に

は陥らないと予測している。

ユーロ圏では、2つの主要なパートナー圏（米国および中国）の景気が減速する中で、成長の加速は主に内

需、とりわけ個人消費の活性化にかかっている。しかし、2024年度上半期の経済状況は、国内回復シナリオ

の持続可能性について疑問を投げかけるものであった。家計の購買力の動向は、引き続きこのシナリオに沿

うものであったが、依然として貯蓄を好む家計の選択（不確実性、消費を犠牲にした実質的な現金残高の再

構築および不動産購買力の回復）は、シナリオに反するものであった。
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ユーロ圏では、民間事業者の堅調な財政状態および底堅い労働市場に支えられて、ディスインフレ（2024

年度の平均インフレ率2.3％に対して、2025年度は1.8％）が継続すると見込まれている。内需の回復は引き

続き見込まれるものの、以前の予測よりも緩やかなものとなり、成長率も（潜在成長率を下回る）緩やかな

加速に留まると予想されている。成長率の下振れリスクは、インフレ率の上振れリスクを上回るものであ

る。

 

中央銀行の対応：非常に慎重な利下げ

すでに実施されている金融緩和は、ディスインフレならびに雇用および成長の潜在的な混乱が続く中、よ

り慎重なアプローチで継続される見通しである。市場が予想するよりも「大胆」でない緩和政策が想定され

る。フェデラル・ファンド・レートの上限は、2025年度末までに3.50％に引き下げられると予想される。目

標水準を上回るインフレ率が続き、中立金利も以前よりも高くなる可能性が高いため、米国連邦準備制度

は、追加利下げが困難であると判断する可能性がある。ECBに関しては、インフレ率の改善により、米国より

も早期に金融緩和を開始することができた。ディスインフレが継続すれば、預金金利は2025年度末までに

2.25％に低下すると予想される。

 

長期金利：より限定的な低下

金融緩和が効果的に行われたことに加えて、中央銀行の政策金利が今後も持続的に引き下げられるという

期待が大きな要因となり、金利はすでに大幅に低下している。したがって、追加での大幅な利下げの可能性

はかなり限定的である。米国では、10年物米国財務省証券の金利が2024年度末に3.80％に達し、2025年度末

には3.60％になると予想されている。金融緩和により短期金利が低く抑えられているため、これによりイー

ルド・カーブは急傾斜する可能性がある。ドナルド・トランプ氏が大統領に選出された場合、特に共和党が

議会の過半数を占めることになれば、財政赤字の増加（減税）およびインフレ率の上昇（主に貿易関税に関

連）が予想されるため、長期金利も上昇する可能性がある。ユーロ圏では、10年物ドイツ国債の利回りが

2024年度末には約2.15％に、2025年度末には約2.30％になると予想される。最後に、政治の分断と財政赤字

の拡大により、フランス国債およびドイツ国債間のスプレッドは、フランスで解散総選挙が実施されて以来

観測されていたレンジ（65-80ベーシス・ポイント）の上限である80ベーシス・ポイントに拡大したが、追加

的なショックがなければ、スプレッドはこの範囲内で推移する可能性が高い。

 

第二のシナリオ：「わずかに不利な」シナリオ（50％の加重）

インフレ率の上昇、「緩やかな」傾向に落ち着く成長率

このシナリオには、原油価格を下支えするためにより積極的な戦略（OPECプラス諸国からの原油価格を1バ

レル当たり95米ドル近くに維持しようとする供給管理）が取られることに関連して、上流におけるインフレ

圧力の再燃が含まれている。中東における緊張（スエズ運河の混乱）も依然として続いている。さらに、米

国が課した貿易関税（原産地に関わらず全物品に対し10％、中国からの全輸入品に対しては60％）が米国の

インフレに与える影響（および金融市場の「ノイズ」）が成長の見通しを鈍らせている。

想定されるのは、エネルギー価格の上昇（2025年度の12ヶ月間平均で10％上昇）、食品価格への圧力

（2025年度の12ヶ月間平均で5％上昇）そして「非コア」インフレへの強力な圧力である。総合インフレ率

は、2025年度においてユーロ圏で3.5％、米国で4.5％に達するとされる。インフレの影響を緩和するための

予算措置はない。

 

中央銀行の対応および長期金利

中立シナリオとは異なり、このシナリオには、ECBおよび米国連邦準備制度による金融緩和の終了が含まれ

る。インフレは、上流でのショックによるものであるが、それが広がることで、さらなる金融緩和の延期が

正当化される。したがって、中央銀行の政策金利は、中立シナリオにおける2024年度末時点の予測水準のま

ま2025年度も据え置かれる。その後、金融緩和は継続し、ECBの政策金利は2026年度末には50ベーシス・ポイ
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ント引き下げられ、2027年度にはさらに25ベーシス・ポイント引き下げられる（中立シナリオに戻る）。2年

物および10年物のスワップ・レートは、わずかに上昇する。金利に対して強い上昇圧力がかかり、それに伴

う具体的なショックとして、ドイツ国債の金利が上昇（ただし10年物スワップ・レートより20ベーシス・ポ

イント低い水準のまま留まる。）し、続いてフランス（ガバナンスの失敗、社会的緊張、公共財政の逼迫、

改革の欠如）およびイタリア（感染症、政治的リスクの高まり）国債のスプレッドが拡大する。

 

第三のシナリオ：「有利な」シナリオ（2％の加重）

中国における成長率の改善

このシナリオでは、中国ひいてはアジアの成長率が改善し、貿易がわずかに改善することで、欧州および

米国の事業に好影響をもたらすことが想定される。この新たな活況は、中国政府が家計の信頼回復と不動産

市場の下支えを目的とした新たな景気刺激策を採用したことに端を発する。これは、建設計画の再開を目指

した（金利や債務比率の引下げといった）融資貸出条件緩和措置および（自治体からの補助金などの）多様

な優遇措置に加え、家計支援策および若年層の雇用に基づいている。結果として、より多くの輸入原材料お

よび機械機器を必要とする建設部門の（地域および欧州のパートナーへと広がる）回復や、資本財に対する

民間個人消費のさらなる活況へとつながる。これら対策を総合すると、2025年度における中国の成長率は中

立シナリオの予想を上回り、景気回復策がなかった場合のプラス4.2％と比較して、0.8パーセント・ポイン

トも高く、プラス5％となる。

 

欧州からの需要の増加

中国の成長が勢いを増すことで中国の輸入が増加し、ユーロ圏および米国からの輸入需要が増加する（中

国はユーロ圏の輸出先の7％を占め、北アジアは輸出先全体の11％を占める。）。これが経済主体の信頼感お

よび期待の高まりにつながり、世界貿易もわずかに改善する。中立シナリオと比較して、企業の倒産件数は

減少し、失業率も低下する。

したがって、欧州の成長率の鈍化は、中立シナリオほど急激ではない。かかる「新たな後押し」によっ

て、ユーロ圏では2025年度に成長率が約0.6ポイント押し上げられることになる。その結果2025年度の年間成

長率は、1.3％から1.9％に上昇する見込みである。米国では、追加の成長支援策はわずかに減少し（プラス

0.2GDPポイント）、成長率は2025年度にプラス1.3％からプラス1.5％へと上昇する。

 

中央銀行の対応および金融情勢の変化

市況は若干の改善が見られるものの、インフレの動きが変わるまでには至らない。したがって、ECBおよび

米国連邦準備制度の政策金利の方向性は、2024年度および2025年度の中立シナリオに基づく金利と同等にな

る見込みである。

ユーロ圏における長期金利については、ドイツ国債は総じて中立シナリオにおける想定と同水準のままで

あり、フランス国債とイタリア国債のスプレッドは中立シナリオにおける想定よりやや緩やかである。株式

市場および不動産市場は、中立シナリオにおける想定より好調である。

 

第四のシナリオ：「極めて不利」なシナリオ（18％の加重）

インフレの急加速と金融ショック

上流ではいくつかの経済ショック、すなわち原油価格を下支えしてOPECプラス諸国からの原油価格を1バレ

ル当たり100米ドル超に維持しようとする供給管理の戦略、中東における緊張（スエズ運河の混乱）、米国が

課した貿易関税（原産地に関わらず全物品に対し10％、中国からの全輸入品に対しては60％）が想定され、

これらすべてが再び非常に高いインフレを引き起こす。

また、市場予測に影響を与える度重なる異常気象が、前述のショックにさらに加わるとしている。また、

金融市場では（炭素税関連の）急速な規制の実施により、関係地域（米国および欧州）またはかかる地域を

輸出先とする地域（英国、日本）の企業の財務状態が大きな影響を受ける可能性があると予測されるため、
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非常に急激な調整が行われる。この調整は、移行リスクに最もさらされる資産（すなわち、温室効果ガス排

出量が最も多いもの）の急激な価値の下落、またかかるリスクの影響を受けにくい資産への波及として反映

される。

これらの事象は、インフレの加速と、金融市場の急落につながる信頼感の悪化をもたらす。インフレ

ショックの影響を緩和するための予算措置は講じられないと想定される。成長率は、2025年度に大幅に下方

修正され、2026年度に徐々に回復し始める。

 

中央銀行の対応および金利

中立シナリオにおけるECBおよび米国連邦準備制度による金融緩和の見通しは、2026年度まで延期される

（中央銀行の政策金利は、中立シナリオにおける2024年度末時点の予測水準のまま2025年度も据え置かれ

る。）。

ユーロ圏の2年物および10年物のスワップ・レートが上昇し、ソブリン金利も大幅に上昇することで、フラ

ンス国債とイタリア国債のスプレッドが大幅に拡大（ドイツ国債に対し、140ベーシス・ポイントおよび240

ベーシス・ポイント）する。企業のスプレッドも拡大する（ACPRシナリオの想定
(1)

による。）。

 

(1) ACPRが2023年に保険者を対象に実施した第2回気候ストレステストに基づく仮定。これには、CO2排出規制の強化によ

り金融市場のショックへとつながる急激な物理的ショックが組み込まれている。企業のスプレッドは、脱炭素化の

影響を最も受けるセクターに応じて区別される。

 

4つのシナリオにおける主要なマクロ経済変数の変動

 

 参考 中立シナリオ わずかに不利 有利 極めて不利

 
2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2027

年度

ユーロ圏                  

実質GDP -

年平均変

動率

0.5 0.8 1.3 1.2 1.3 0.8 0.5 0.8 1.2 0.8 1.9 1.4 1.4 0.8 -2.0 -1.6 1.0

インフレ

率

（HICP）

- 年平均

5.4 2.3 1.8 2.2 2.2 2.3 3.5 2.7 2.5 2.3 1.7 2.4 2.2 2.3 4.0 2.3 2.2

失業率 -

年平均
6.5 6.5 6.4 6.6 6.6 6.5 6.5 6.6 6.6 6.5 6.2 6.4 6.4 6.5 7.8 8.4 8.1

フランス                  

実質GDP -

年平均変

動率

1.1 1.1 1.0 1.5 1.5 1.1 -0.1 0.7 1.5 1.1 1.3 1.6 1.5 1.1 -1.9 -1.4 1.1

インフレ

率

（HICP）

- 年平均

4.9 2.0 1.1 1.7 1.9 2.0 2.3 2.7 2.2 2.0 1.1 1.8 1.9 2.0 3.5 1.8 1.9

失業率 -

年平均
7.3 7.5 7.6 7.7 7.6 7.5 7.8 8.0 7.9 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 9.1 10.3 9.3

10年物フ

ランス国

債金利

（OAT） -

年度末

2.6 2.8 3.0 3.0 3.1 2.8 4.9 3.7 3.6 2.8 2.9 3.0 3.0 2.8 5.2 3.9 3.5

 

中立パラメータに基づくIFRS第9号に基づく引当金（ステージ1およびステージ2のECL）の計算におけるマ

クロ経済シナリオの感応度分析

 

シナリオを100％変更した場合のECLの変動（範囲はクレディ・アグリコル・エス・エー）

中立シナリオ わずかに不利 極めて不利 有利なシナリオ

-16.8％ -0.4％ +33.5％ -20.8％
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この中立パラメータに基づくECLの感応度は、地域的な将来予測に基づいて調整の対象となる可能性があ

り、必要に応じて感応度が減少または増加する可能がある。

 

3.1.1　当期中の帳簿価額の変動および損失の評価調整額

損失の評価調整額は、資産の減損および信用リスクに関連して純利益で認識されたオフバランスシート・

コミットメントに対する引当金（リスク費用）に一致している。

下表は、会計項目および商品種類別にリスク費用および関連する帳簿価額に認識されている損失の評価調

整額の期首から期末残高への調整を示している。

 

償却原価で測定する金融資産：債務証券

 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

（百万ユーロ）

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計(a)

損失評価

引当金(b)

正味

帳簿価額

(a) + (b)

2023年12月31日現在残高 79,199 (63) 158 (4) 568 (46) 79,925 (114) 79,811

当期中のステージ間の振替 (103) 4 103 (4) - - - (1)  

ステージ1からステージ2への振替 (104) 4 104 (4) -  - (1)  

ステージ2からステージ1への回帰 1 - (1) - -  - -  

ステージ3への振替
(1) - - - - - - - -  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
- - - - - - - -  

振替後合計 79,096 (60) 260 (8) 568 (46) 79,925 (114) 79,811

帳簿価額および損失評価引当金の

変動
8,276 (35) (78) (4) (71) 14 8,127 (25)  

新規契約：購入、供与、オリジ

ネーション等
(2) 45,216 (44) 3 - - 　 45,219 (44)  

認識の中止：処分、返済、満期等 (40,804) 37 (98) 1 (72) 17 (40,974) 56  

償却      - - -  

財政難により条件緩和となる

キャッシュ・フローの変動
- 3 - - - - - 3  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 (4)  (5)  (2) - (11)  

モデル／手法の変更  (2)  -  - - (2)  

範囲の変更 2,451 - 16 (1) - - 2,467 (1)  

その他
(3) 1,413 (25) 1 1 1 (1) 1,415 (25)  

合計 87,372 (95) 182 (12) 496 (33) 88,051 (139) 87,912

会計上の特定の評価方法による帳

簿価額の変動（損失評価引当金へ

の重大な影響はない）
(4)

1,052  3  5  1,060   

2024年12月31日現在残高 88,424 (95) 185 (12) 501 (33) 89,110 (139) 88,971

当期中に償却されたものの、未だ

回収対象である金融資産の契約上

の残高

-  -  -  -   

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

に関係している。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。
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(4) ミクロ・ヘッジのヘッジ手段の公正価値再評価による変動、実効金利法の使用に関連する変動（特にプレミアム／

ディスカウントの償却）、条件緩和債権に関して計上されたディスカウントの増価に関連する変動（資産の残存期

間にわたり収益として計上）を含む。

 
償却原価で測定する金融資産：金融機関に対する貸出金および債権
（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）
 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

（百万ユーロ）

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計(a)

損失評価

引当金(b)

正味

帳簿価額

(a) + (b)

2023年12月31日現在残高 136,018 (42) 196 (6) 484 (383) 136,698 (432) 136,266

当期中のステージ間の振替 8 - (8) - - - - -  

ステージ1からステージ2への振替 - - - -   - -  

ステージ2からステージ1への回帰 8 - (8) - - - - -  

ステージ3への振替
(1) - - - - - - - -  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
- - - - - - - -  

振替後合計 136,025 (42) 188 (6) 484 (383) 136,697 (432) 136,266

帳簿価額および損失評価引当金の

変動
12,664 (23) 41 - (17) (37) 12,688 (59)  

新規契約：購入、供与、オリジ

ネーション等
(2) 66,843 (12) 369 (3)   67,212 (15)  

認識の中止：処分、返済、満期等 (50,549) 11 (325) 3 (39) 1 (50,913) 14  

償却     - - - -  

財政難により条件緩和の原因とな

るキャッシュ・フローの変動
- (3) - - - - - (3)  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 (16)  -  (18) - (34)  

モデル／手法の変更  (2)  -  - - (2)  

範囲の変更 280 - - - - - 280 -  

その他
(3) (3,910) - (3) 1 22 (20) (3,890) (20)  

合計 148,689 (65) 230 (6) 467 (420) 149,386 (491) 148,895

会計上の特定の評価方法による帳

簿価額の変動（損失評価引当金へ

の重大な影響はない）
(4)

583  -  2  585   

2024年12月31日現在残高 149,272 (65) 230 (6) 469 (420) 149,970 (491) 149,479

当期中に償却されたものの、未だ

回収対象である金融資産の契約上

の残高

-  -  -  -   

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

に関係している。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

(4) ミクロ・ヘッジのヘッジ手段の公正価値再評価による変動、実効金利法の使用に関連する変動（特にプレミアム／

ディスカウントの償却）、条件緩和債権について計上されたディスカウントの増価に関連する変動（資産の残存期

間にわたり収益として計上）および関連する債権の変動を含む。

 
償却原価で測定する金融資産：顧客に対する貸出金および債権
 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）
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（百万ユーロ）

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計(a)

損失評価

引当金(b)

正味

帳簿価額

(a) + (b)

2023年12月31日現在残高 444,528 (942) 67,801 (2,451) 13,518 (6,173) 525,847 (9,565) 516,281

当期中のステージ間の振替 (7,107) 119 4,802 (105) 2,304 (1,220) - (1,206)  

ステージ1からステージ2への振替 (23,382) 131 23,382 (754)   - (623)  

ステージ2からステージ1への回帰 17,825 (188) (17,825) 484 - - - 296  

ステージ3への振替
(1) (1,641) 182 (1,779) 247 3,420 (1,424) - (994)  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
90 (6) 1,026 (83) (1,116) 204 - 115  

振替後合計 437,421 (823) 72,603 (2,556) 15,822 (7,392) 525,847 (10,771) 515,075

帳簿価額および損失評価引当金の

変動
40,870 (186) (6,604) 130 (4,015) 1,241 30,252 1,186  

新規契約：購入、供与、オリジ

ネーション等
(2) 210,054 (916) 17,023 (1,038)   227,077 (1,954)  

認識の中止：処分、返済、満期等 (174,019) 659 (24,164) 1,301 (2,587) 881 (200,769) 2,840  

償却     (1,549) 1,529 (1,549) 1,529  

財政難により条件緩和となる

キャッシュ・フローの変動
- - (9) 1 (20) 20 (30) 21  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
(4)  133  (197)  (1,233) - (1,297)  

モデル／手法の変更  -  (55)  - - (55)  

範囲の変更
(7) 1,923 - 21 - 59 (17) 2,002 (17)  

その他
(5) 2,912 (61) 525 119 82 62 3,520 120  

合計 478,291 (1,009) 66,000 (2,426) 11,808 (6,151) 556,099 (9,585) 546,513

会計上の特定の評価方法による帳

簿価額の変動（損失評価引当金へ

の重要な影響はない）
(3)

537  (77)  1,127  1,587   

2024年12月31日現在

残高
(6) 478,828 (1,009) 65,923 (2,426) 12,935 (6,151) 557,686 (9,585) 548,101

当期中に償却されたものの、未だ

回収対象である金融資産の契約上

の残高

-  -  -  -   

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

に関係している。

(3) ミクロ・ヘッジのヘッジ手段の公正価値再評価による変動、実効金利法の使用に関連する変動（特にプレミアム／

ディスカウントの償却）、条件緩和債権について計上されたディスカウントの増価に関連する変動（資産の残存期

間にわたり収益として計上）関連する債権の変動を含む。

(4) ステージ3に関して、この行は既にデフォルトとなった案件の信用リスクの評価方法の変更を反映している。

(5) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定、および程度は少ないが、内訳にできない価

値の変動である。

(6) 2024年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計464百万ユーロおよび損失に対する価値調整233百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額231

百万ユーロ）が含まれる。

(7) デグルーフ・ピーターカムの残高に対応している。買収以降、減損資産は、その総額および損失に関連する価値調

整額が認識されている。

 
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産：債務証券
 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）
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（百万ユーロ）
帳簿価額

損失評価

引当金
帳簿価額

損失評価

引当金
帳簿価額

損失評価

引当金
帳簿価額

損失評価

引当金

2023年12月31日現在残高 206,167 (132) 3,185 (29) - (4) 209,352 (165)

当期中のステージ間の振替 564 4 (565) 5 8 (1) 7 7

ステージ1からステージ2への振替 (216) 5 214 (6)   (2) (2)

ステージ2からステージ1への回帰 780 (1) (771) 10 - - 9 9

ステージ3への振替
(1) - - (8) 1 8 (1) - -

ステージ3からステージ2／ステージ

1への回帰
- - - - - - - -

振替後合計 206,731 (129) 2,620 (25) 8 (5) 209,359 (158)

帳簿価額および損失評価引当金の変

動
7,397 (55) 254 - (8) 4 7,642 (51)

当期中の公正価値再評価 (581)  81  (5)  (505)  

新規契約：購入、供与、オリジネー

ション等
(2) 35,636 (32) 973 (6)   36,609 (39)

認識の中止：処分、返済、満期等 (29,853) 18 (643) 4 (6) 1 (30,502) 23

償却     - - - -

財政難により条件緩和となるキャッ

シュ・フローの変動
- - - - - - - -

当期中のモデルの信用リスク・パラ

メータの変化
 (42)  2  - - (40)

モデル／手法の変更  -  -  - - -

範囲の変更 943 - - - - - 943 -

その他
(3) 1,251 - (157) 1 3 3 1,097 4

合計 214,128 (184) 2,874 (24) - (1) 217,002 (209)

会計上の特定の評価方法による帳簿

価額の変動（損失評価引当金への重

要な影響はない）
(4)

472  21  -  493  

2024年12月31日現在残高 214,600 (184) 2,894 (24) - (1) 217,495 (209)

当期中に償却されたものの、未だ回

収対象である金融資産の契約上の残

高

-  -  -  -  

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

に関係している。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

(4) 実効金利法の使用による影響（特にプレミアム／ディスカウントの償却）を含む。

 
融資コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）
 正常コミットメント

引当金が計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計
 

12ヶ月のECLの対象と

なるコミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの対象とな

るコミットメント

（ステージ2）

（百万ユーロ）

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

(a)

損失

評価

引当金(b)

正味

コミット

メント額

(a) + (b)

2023年12月31日現在残高 185,450 (164) 11,320 (273) 414 (41) 197,185 (477) 196,708

当期中のステージ間の振替 (2,888) (23) 2,849 12 39 3 - (8)  

ステージ1からステージ2への振替 (6,417) 24 6,417 (65)   - (41)  

ステージ2からステージ1への回帰 3,556 (43) (3,556) 76   - 33  

ステージ3への振替
(1) (31) - (37) - 69 (1) - -  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
4 (4) 26 - (29) 4 - -  

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 661/1736



振替後合計 182,562 (187) 14,169 (261) 453 (37) 197,184 (485) 196,699

コミットメント額および損失評価

引当金の変動
10,644 (5) (442) (70) 116 (45) 10,317 (119)  

新規付与コミットメント
(2) 119,005 (486) 5,115 (166)   124,120 (651)  

コミットメントの終了 (112,147) 483 (5,828) 154 (230) 30 (118,204) 667  

償却     - - - -  

財政難により条件緩和となる

キャッシュ・フローの変動
- - - 1 - - - 1  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 1  7  (74)  (66)  

モデル／手法の変更  -  (59)  -  (59)  

売却目的保有非流動資産および非

継続事業への振替
- - - - - - - -  

範囲の変更 325 - - - - - 325 -  

その他
(3) 3,460 (4) 270 (7) 346 - 4,076 (11)  

2024年12月31日現在残高 193,206 (192) 13,727 (331) 569 (82) 207,502 (605) 206,897

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類されたコミッ

トメントに相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2の新規付与コミットメントは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1のオリジネーションの一部

に関係している。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

 
保証コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）
 正常コミットメント

引当金が計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計
 

12ヶ月のECLの対象と

なるコミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの対象と

なるコミットメント

（ステージ2）

（百万ユーロ）

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

(a)

損失

評価

引当金(b)

正味

コミット

メント額

(a) + (b)

2023年12月31日現在残高 110,445 (55) 8,573 (148) 949 (295) 119,967 (498) 119,469

当期中のステージ間の振替 962 (23) (992) 12 30 - - (11)  

ステージ1からステージ2への振替 (3,592) 10 3,592 (20) -  - (10)  

ステージ2からステージ1への回帰 4,572 (35) (4,572) 42 -  - 7  

ステージ3への振替
(1) (26) 4 (62) 2 87 (13) - (8)  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
8 (2) 50 (11) (58) 13 - 1  

振替後合計 111,408 (79) 7,581 (136) 979 (295) 119,968 (510) 119,458

コミットメント額および損失評価

引当金の変動
95,963 1 679 (39) (73) (25) 96,570 (63)  

新規付与コミットメント
(2) 306,380 (140) 3,799 (114)   310,179 (254)  

コミットメントの終了 (223,061) 118 (3,276) 113 (207) 63 (226,544) 294  

償却     - - - -  

財政難により条件緩和となる

キャッシュ・フローの変動
- - - (1) - 2 - 1  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 22  (35)  (95) - (108)  

モデル／手法の変更  -  (8)  - - (8)  

範囲の変更 71 - - - - - 71 -  

その他
(3) 12,572 - 157 6 135 5 12,864 11  

2024年12月31日現在残高 207,371 (78) 8,260 (175) 906 (320) 216,538 (573) 215,965

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類されたコミッ

トメントに相当するステージ3への振替。
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(2) ステージ2の新規付与コミットメントは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1のオリジネーションの一部

に関係している。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

 

3.1.2　信用リスクの最大エクスポージャー

信用リスクに対する最大エクスポージャーは、認識された減損損失を控除した後の、かつ保有される担保

またはその他の信用補完（たとえば、IAS第32号に基づく相殺に該当しない相殺契約）を考慮しない帳簿価額

である。

下表は、最大エクスポージャーならびにかかるエクスポージャーを減少させるための保有される担保およ

びその他の信用補完を表したものである。

報告期間末現在の減損した資産は、減損した資産（ステージ3）を構成する。

 

減損の要件の対象とならない金融資産（純損益を通じて公正価値で計上される。）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産（持分証券および資産担保

ユニット・リンク契約を除く。）

419,849 167,439 243 234 348 -

売買目的保有金融資産 342,490 167,439 243 234 348 -

「SPPI」テストの要件を満たさない

負債性金融商品
77,360 - - - - -

純損益を通じて公正価値で測定する

ものとして指定された金融資産
- - - - - -

ヘッジ手段のデリバティブ商品 19,194 - - - - -

合計 439,043 167,439 243 234 348 -

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産（持分証券および資産担保

ユニット・リンク契約を除く。）

369,196 160,833 210 64 234 -

売買目的保有金融資産 290,145 160,833 210 64 234 -

「SPPI」テストの要件を満たさない

負債性金融商品
79,051 - - - - -

純損益を通じて公正価値で測定する

ものとして指定された金融資産
- - - - - -

ヘッジ手段のデリバティブ商品 20,453 - - - - -

合計 389,649 160,833 210 64 234 -

 

減損の要件の対象となる金融資産

（百万ユーロ）

2024年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ
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純損益に組替えられる可能性のあ

るその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産

217,494 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

金融機関に対する貸出金および債

権
- - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

債務証券 217,494 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

償却原価で測定する金融資産 786,552 35,373 69,738 56,894 166,611 471

うち、報告日現在の減損した資産 7,302 647 905 465 1,396 -

金融機関に対する貸出金および債

権（クレディ・アグリコル内部取

引を除く。）

149,479 16,097 - 14,574 1,373 -

うち、報告日現在の減損した資産 49 - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 548,101 19,276 69,723 42,218 164,923 471

うち、報告日現在の減損した資産 6,784 647 905 465 1,396 -

債務証券 88,971 - 16 102 315 -

うち、報告日現在の減損した資産 469 - - - - -

合計 1,004,045 35,373 69,738 56,894 166,611 471

うち、報告日現在の減損した資産 7,302 647 905 465 1,396 -

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

209,352 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

金融機関に対する貸出金および債権 - - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

債務証券 209,352 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

償却原価で測定する金融資産 732,357 27,672 70,470 53,135 167,897 443

うち、報告日現在の減損した資産 7,967 221 1,034 827 1,515 -

金融機関に対する貸出金および債権

（クレディ・アグリコル内部取引を

除く。）

136,266 11,796 - 9,350 1,299 -

うち、報告日現在の減損した資産 100 - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 516,281 15,875 70,458 43,666 166,269 443

うち、報告日現在の減損した資産 7,345 221 1,034 827 1,515 -

債務証券 79,811 - 12 119 328 -

うち、報告日現在の減損した資産 522 - - - - -

合計 941,709 27,672 70,470 53,135 167,897 443

うち、報告日現在の減損した資産 7,967 221 1,034 827 1,515 -
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引当金の要件の対象となるオフバランスシート・コミットメント

（百万ユーロ）

2024年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

保証コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
215,965 4,915 88 809 13,071 502

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
586 1 2 165 13 -

融資コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
206,897 1,478 1,713 6,953 56,847 2,135

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
487 5 8 21 16 -

合計 422,863 6,393 1,801 7,761 69,918 2,636

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
1,073 6 10 186 30 -

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

保証コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
119,467 4,670 124 364 13,867 1,157

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
655 2 5 26 20 -

融資コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
196,707 1,461 2,434 6,599 53,971 4,178

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
373 7 18 44 22 -

合計 316,174 6,131 2,557 6,963 67,838 5,335

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
1,028 9 23 70 42 -

 

担保として保有される資産についての説明は、注記9「融資および保証コミットメントならびにその他の保

証」に記載されている。

 

3.1.3　条件変更した金融資産

条件変更した金融資産とは、財政難により条件緩和した資産である。債務者の財政難に関連した経済的・

法的理由により、他の状況下では検討されなかったような方法で、当初の融資条件（金利、満期）がクレ

ディ・アグリコル・エス・エーによって変更された貸出金である。したがって、かかる貸出金は、条件緩和

日時点で債務不履行に分類される貸出金および正常貸出金で構成される。（条件緩和した貸出金およびその

会計処理に関するより詳細な定義は、注記1.2「会計方針および会計原則」の「金融商品－信用リスク」の項

に記載されている。）

当期中に条件変更した資産につき、条件緩和後の帳簿価額は以下で構成される。

 

（百万ユーロ）

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

金融機関に対する貸出金および債権 - - -
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帳簿価額合計 - - -

条件変更による純利益／（損失） - - -

顧客に対する貸出金および債権 51 882 423

帳簿価額合計 51 892 444

条件変更による純利益／（損失） - (9) (20)

債務証券 - - -

帳簿価額合計 - - -

条件変更による純利益／（損失） - - -

 

注記1.2「会計方針および会計原則」の「金融商品－信用リスク」の項に記載の原則に従って、減損段階が

ステージ2（正常資産）またはステージ3（減損資産）に相当して条件緩和した資産は、ステージ1（正常資

産）に回帰する可能性がある。当期中の分類変更による影響を受けた条件変更した資産の帳簿価額は、以下

のとおりである。

 

帳簿価額合計

（百万ユーロ）

12ヶ月のECLの対象と

なる資産（ステージ1）

従前にステージ2またはステージ3に分類されていて、当期中にステージ1に分類変更された条

件緩和した資産
 

金融機関に対する貸出金および債権 -

顧客に対する貸出金および債権 -

債務証券 -

合計 -

 

次へ
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3.1.4　信用リスクの集中

帳簿価額およびコミットメントは、減損および引当金を控除した後の額で表示される。

 

信用リスクのカテゴリー別の信用リスクのエクスポージャー

信用リスクのカテゴリーは、デフォルト率の範囲により表示される。内部格付とデフォルト率の範囲の対

応関係については、「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載されてい

る。

 

償却原価で測定する金融資産（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

  2024年12月31日

  帳簿価額

  正常資産
信用減損資産

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月の

ECLの

対象とな

る資産

（ステー

ジ1）

償却原価

で測定す

る資産の

減損

（ステー

ジ1）

全期間ECL

の

対象とな

る資産

（ステー

ジ2）

償却原価

で測定す

る資産の

減損

（ステー

ジ2）

信用減損

資産

（ステー

ジ3）

償却原価

で測定す

る資産の

減損

（ステー

ジ3）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 137,190 (97) 2,846 (88) - - 139,851

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 60,709 (215) 6,834 (181) - - 67,147

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 11,875 (137) 10,777 (427) - - 22,089

 
20％ ＜ PD ＜

100％
- - 3,341 (193) - - 3,148

 PD = 100％ - - - - 6,051 (2,807) 3,244

小口顧客合計  209,774 (448) 23,799 (890) 6,051 (2,807) 235,479

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 448,488 (302) 11,988 (110) - - 460,063

 
0.6％ ＜ PD ＜

12％
58,262 (418) 23,648 (587) - - 80,905

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - - 6,904 (857) - - 6,047

 PD = 100％
(1) - - - - 7,854 (3,796) 4,058

小口顧客を除く合計  506,750 (720) 42,539 (1,554) 7,854 (3,796) 551,073

合計  716,525 (1,168) 66,337 (2,444) 13,905 (6,603) 786,552

(1) 2024年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計464百万ユーロおよび損失に対する価値調整233百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額231

百万ユーロ）が含まれる。

 

  2023年12月31日

  帳簿価額

  正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 132,268 3,077 - 135,345

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 56,810 6,407 - 63,216

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 12,871 11,493 - 24,364

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 2,773 - 2,773

 PD = 100％
(1) - - 5,280 5,280

小口顧客合計  201,949 23,749 5,280 230,978

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 403,993 15,613 - 419,607

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 53,802 24,815 - 78,617

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 3,977 - 3,977

 PD = 100％ - - 9,289 9,289

小口顧客を除く合計  457,796 44,405 9,289 511,490
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減損  (1,047) (2,461) (6,602) (10,110)

合計  658,697 65,693 7,967 732,358

(1) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

 

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

  2024年12月31日

  帳簿価額

  正常資産
信用減損資産

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月の

ECLの

対象とな

る資産

（ステー

ジ1）

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る資産の

減損

（ステー

ジ1）

全期間ECL

の

対象とな

る資産

（ステー

ジ2）

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る資産の

減損

（ステー

ジ2）

信用減損

資産

（ステー

ジ3）

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る資産の

減損

（ステー

ジ3）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ - - - - - - -

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ - - - - - - -

 2％ ＜ PD ≤ 20％ - - - - - - -

 
20％ ＜ PD ＜

100％
- - - - - - -

 PD = 100％ - - - - - - -

小口顧客合計  - - - - - - -

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 205,499 (159) 2,300 (15) - - 207,623

 
0.6％ ＜ PD ＜

12％
9,286 (25) 473 (7) - - 9,728

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - - 146 (2) - - 144

 PD = 100％ - - - - 1 (1) -

小口顧客を除く合計  214,784 (184) 2,919 (24) 1 (1) 217,494

合計  214,784 (184) 2,919 (24) 1 (1) 217,494

 

  2023年12月31日

  帳簿価額

  正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ - - - -

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ - - - -

 2％ ＜ PD ≤ 20％ - - - -

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - - - -

 PD = 100％ - - - -

小口顧客合計  - - - -

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 204,972 2,366 - 207,338

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 1,195 810 - 2,005

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 8 - 8

 PD = 100％ - - - -

小口顧客を除く合計  206,167 3,185 - 209,351

合計  206,167 3,185 - 209,352

 
融資コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

  2024年12月31日

  コミットメント額
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  正常コミットメント

引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月の

ECLの

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ1）

12ヶ月の

ECLの

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ1）に対

する引当

金
(1)

全期間ECL

の

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ2）

全期間の

ECLの

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ2）に対

する引当

金
(1)

引当金が

計上され

た

コミット

メント

（ステー

ジ3）

コミット

メント

引当金

（ステー

ジ3）
(1)

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 13,862 (7) 401 (7) - - 14,249

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 2,753 (9) 519 (8) - - 3,255

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 790 (13) 353 (14) - - 1,116

 
20％ ＜ PD ＜

100％
- - 36 (6) - - 30

 PD = 100％ - - - - 25 (2) 23

小口顧客合計  17,405 (29) 1,310 (36) 25 (2) 18,673

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 154,330 (83) 2,267 (33) - - 156,482

 
0.6％ ＜ PD ＜

12％
21,471 (80) 7,330 (105) - - 28,616

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - - 2,821 (158) - - 2,663

 PD = 100％ - - - - 543 (80) 464

小口顧客を除く合計  175,801 (163) 12,417 (295) 543 (80) 188,224

合計  193,206 (192) 13,727 (331) 569 (82) 206,897

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

  2023年12月31日

  コミットメント額

  正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 14,713 337 - 15,049

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 2,932 671 - 3,603

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 844 488 - 1,332

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 35 - 35

 PD = 100％ - - 28 28

小口顧客合計  18,488 1,531 28 20,048

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 149,254 3,703 - 152,957

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 17,708 5,028 - 22,736

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 1,057 - 1,057

 PD = 100％ - - 386 386

小口顧客を除く合計  166,962 9,789 386 177,136

引当金
(1)  (164) (273) (41) (477)

合計  185,286 11,047 373 196,707

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
保証コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

  2024年12月31日

  コミットメント額
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  正常コミットメント

引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月の

ECLの

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ1）

12ヶ月の

ECLの

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ1）に

対する引

当金
(1)

全期間ECL

の

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ2）

全期間の

ECLの

対象とな

る

コミット

メント

（ステー

ジ2）に対

する引当

金
(1)

引当金が

計上され

た

コミット

メント

（ステー

ジ3）

コミット

メント

引当金

(
（ステー

ジ3）
1)

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 875 - 28 - - - 903

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 108 (7) 9 - - - 111

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 31 - 20 (23) - - 28

 
20％ ＜ PD ＜

100％
- - 2 - - - 2

 PD = 100％ - - - - 109 (42) 67

小口顧客合計  1,014 (7) 60 (24) 109 (42) 1,110

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 199,574 (47) 4,606 (90) - - 204,043

 
0.6％ ＜ PD ＜

12％
6,784 (24) 3,072 (32) - - 9,800

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - - 522 (29) - - 493

 PD = 100％ - - - - 798 (278) 520

小口顧客を除く合計  206,358 (71) 8,201 (151) 798 (278) 214,856

合計  207,371 (78) 8,260 (175) 906 (320) 215,965

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

  2023年12月31日

  コミットメント額

  正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの

評価の等級

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 701 10 - 711

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 213 12 - 225

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 33 17 - 50

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 1 - 1

 PD = 100％ - - 75 75

小口顧客合計  946 41 75 1,063

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 103,549 6,532 - 110,082

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 5,949 1,771 - 7,720

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 229 - 229

 PD = 100％ - - 874 874

小口顧客を除く合計  109,499 8,532 874 118,905

引当金
(1)  (55) (148) (295) (498)

合計  110,390 8,425 655 119,469

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
信用リスクの集中（顧客タイプ別）
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定した金融資産（顧客タイプ別）

 2024年12月31日 2023年12月31日
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（百万ユーロ）

 
信用リスクの変動に起因

する公正価値の変動額

信用リスクの変動に起因

する公正価値の変動額

帳簿価額 期間中 累計額 帳簿価額 期間中 累計額

行政機関 - - - - - -

中央銀行 - - - - - -

金融機関 - - - - - -

大企業 - - - - - -

小口顧客 - - - - - -

純損益を通じて公正価値で測定するも

のとして指定された金融資産合計
- - - - - -

 
償却原価で測定する金融資産（顧客タイプ別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

 2024年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

減損資産

(ステージ3)
合計

（百万ユーロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

減損資産

(ステージ2)

行政機関 57,389 (37) 1,272 (14) 49 (38) 58,711

中央銀行 9,826 (49) 81 (6) - - 9,907

金融機関 162,028 (75) 148 - 469 (420) 162,646

大企業
(1) 277,507 (558) 41,036 (1,534) 7,337 (3,338) 325,880

小口顧客 209,774 (448) 23,799 (890) 6,051 (2,807) 239,624

合計 716,525 (1,169) 66,337 (2,444) 13,905 (6,603) 796,767

(1) 2024年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計464百万ユーロおよび損失に対する価値調整233百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額231

百万ユーロ）が含まれる。

 

 2023年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

減損資産

(ステージ3)
合計

（百万ユーロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

減損資産

(ステージ2)

行政機関 48,244 (29) 1,320 (9) 51 (38) 49,615

中央銀行 12,527 (25) 64 (6) - - 12,591

金融機関 145,544 (50) 176 - 484 (383) 146,205

大企業
(1) 251,480 (447) 42,845 (1,486) 8,754 (3,669) 303,079

小口顧客 201,949 (496) 23,749 (961) 5,280 (2,511) 230,978

合計 659,744 (1,047) 68,154 (2,461) 14,569 (6,602) 742,468

(1) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

 
純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（顧客タイプ
別）

 2024年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

うち

減損資産

(ステージ3)

合計

（ 百 万 ユ ー

ロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

うち

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

うち

減損資産

(ステージ2)

行政機関 100,021 (97) 1,317 (13) - - 101,338
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中央銀行 695 - 292 (1) - - 987

金融機関 50,182 (53) 170 (2) - - 50,352

大企業 63,701 (35) 1,116 (9) - - 64,817

小口顧客 - - - - - - -

合計 214,599 (184) 2,894 (24) - - 217,494

 

 2023年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

うち

減損資産

(ステージ3)

合計

（ 百 万 ユ ー

ロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

うち

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

うち

減損資産

(ステージ2)

行政機関 93,924 (70) 259 (3) - - 94,182

中央銀行 483 - 340 (1) - - 823

金融機関 52,816 (39) 174 - - - 52,990

大企業 58,945 (24) 2,412 (24) - (3) 61,357

小口顧客 - - - - - - -

合計 206,168 (134) 3,184 (28) - (3) 209,352

 
顧客に対する債務（顧客タイプ別）

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

行政機関 28,797 28,505

大企業 323,237 303,887

小口顧客 516,081 502,606

顧客に対する債務合計 868,115 834,998

 
融資コミットメント（顧客タイプ別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

(1)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

(1)

行政機関 5,503 (4) 807 (11) - - 6,309

中央銀行 - - - - - - -

金融機関 5,037 (4) 16 (2) - - 5,053

大企業 165,262 (155) 11,594 (282) 543 (80) 177,399

小口顧客 17,405 (29) 1,310 (36) 25 (2) 18,740

合計 193,206 (192) 13,727 (331) 569 (82) 207,502

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

(1)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

(1)

行政機関 5,611 (4) 975 (12) - - 6,587

中央銀行 - - - - - - -

金融機関 6,558 (4) 24 (1) - - 6,582
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大企業 154,793 (129) 8,789 (220) 386 (38) 163,968

小口顧客 18,488 (26) 1,531 (40) 28 (3) 20,048

合計 185,450 (164) 11,320 (273) 414 (41) 197,184

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
保証コミットメント（顧客タイプ別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

(1)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

(1)

行政機関 287 - 2 - - - 289

中央銀行 335 - - - - - 335

金融機関 8,954 (4) 37 (1) 85 - 9,075

大企業 196,782 (66) 8,161 (152) 713 (277) 205,656

小口顧客 1,014 (7) 60 (25) 109 (42) 1,182

合計 207,371 (78) 8,260 (177) 906 (320) 216,538

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

(1)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

(1)

行政機関 144 - 1 - - - 144

中央銀行 406 - - - - - 406

金融機関 7,984 (4) 119 - 83 (24) 8,186

大企業 100,965 (43) 8,412 (121) 791 (231) 110,169

小口顧客 946 (8) 41 (29) 75 (40) 1,063

合計 110,445 (55) 8,573 (150) 949 (295) 119,967

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
信用リスクの集中（地域別）
償却原価で測定する金融資産（地域別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 370,184 34,021 5,894 410,098

その他のEU諸国
(1) 197,722 18,995 5,457 222,174

その他の欧州諸国 34,485 3,088 539 38,111

北アメリカ 43,694 4,045 357 48,097

中央・南アメリカ 10,218 1,789 742 12,749

アフリカおよび中東 16,507 2,407 520 19,434

アジア太平洋（日本を除く。） 33,747 1,410 396 35,554

日本 6,773 583 - 7,356
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国際機関 3,194 - - 3,194

減損 (1,169) (2,444) (6,603) (10,216)

合計 715,356 63,894 7,302 786,551

(1) 2024年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計464百万ユーロおよび損失に対する価値調整233百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額231

百万ユーロ）が含まれる。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 339,850 38,269 6,017 384,135

その他のEU諸国
(1) 183,907 17,095 5,570 206,572

その他の欧州諸国 32,490 2,735 634 35,859

北アメリカ 41,055 3,337 276 44,668

中央・南アメリカ 9,235 1,717 1,079 12,030

アフリカおよび中東 15,197 2,209 602 18,008

アジア太平洋（日本を除く。） 30,864 1,915 393 33,172

日本 4,734 877 - 5,611

国際機関 2,413 - - 2,413

減損 (1,048) (2,461) (6,602) (10,111)

合計 658,697 65,693 7,967 732,357

(1) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

 
純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（地域別）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 90,236 522 - 90,758

その他のEU諸国 82,518 743 - 83,261

その他の欧州諸国 7,854 228 - 8,082

北アメリカ 21,044 966 - 22,009

中央・南アメリカ 343 - - 343

アフリカおよび中東 429 436 - 865

アジア太平洋（日本を除く。） 4,450 - - 4,450

日本 4,402 - - 4,402

国際機関 3,325 - - 3,325

合計 214,600 2,894 - 217,494

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 87,888 383 - 88,271

その他のEU諸国 77,683 1,012 - 78,695

その他の欧州諸国 7,960 84 - 8,043

北アメリカ 20,474 1,167 - 21,642

中央・南アメリカ 377 - - 377

アフリカおよび中東 278 539 - 817
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アジア太平洋（日本を除く。） 4,131 - - 4,131

日本 4,429 - - 4,429

国際機関 2,948 - - 2,948

合計 206,167 3,185 - 209,352

 
顧客に対する債務（地域別）

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

フランス（海外県・海外領土を含む。） 560,250 554,228

その他のEU諸国 197,177 180,040

その他の欧州諸国 32,838 32,667

北アメリカ 18,182 13,733

中央・南アメリカ 6,903 5,056

アフリカおよび中東 11,669 9,921

アジア太平洋（日本を除く。） 32,749 24,448

日本 8,343 14,900

国際機関 4 4

顧客に対する債務合計 868,115 834,998

 
融資コミットメント（地域別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの対

象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 55,840 4,610 295 60,745

その他のEU諸国 65,983 3,971 166 70,120

その他の欧州諸国 15,909 862 - 16,771

北アメリカ 35,128 2,200 5 37,333

中央・南アメリカ 3,251 1,150 5 4,406

アフリカおよび中東 6,228 818 1 7,048

アジア太平洋（日本を除く。） 9,130 114 96 9,341

日本 1,738 - - 1,738

国際機関 1 - - 1

引当金
(1) (192) (331) (82) (605)

合計 193,014 13,396 487 206,897

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの対

象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 58,513 4,738 119 63,370

その他のEU諸国 62,861 1,770 161 64,792

その他の欧州諸国 14,658 448 2 15,108

北アメリカ 30,687 1,969 5 32,661

中央・南アメリカ 2,632 716 7 3,355

アフリカおよび中東 5,874 1,248 5 7,127

アジア太平洋（日本を除く。） 8,588 431 116 9,135

日本 1,636 - - 1,636

国際機関 - - - -

引当金
(1) (164) (273) (41) (477)
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合計 185,286 11,047 373 196,707

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
保証コミットメント（地域別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの対

象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 42,477 3,607 312 46,396

その他のEU諸国 20,601 2,905 469 23,975

その他の欧州諸国 7,605 292 30 7,927

北アメリカ 120,071 785 39 120,895

中央・南アメリカ 2,799 11 - 2,809

アフリカおよび中東 1,634 158 55 1,846

アジア太平洋（日本を除く。） 11,081 442 1 11,524

日本 1,104 61 - 1,165

国際機関 - - - -

引当金
(1) (78) (175) (320) (573)

合計 207,294 8,085 586 215,965

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 32,088 3,655 301 36,044

その他のEU諸国 22,204 2,953 496 25,653

その他の欧州諸国 6,716 1,004 36 7,757

北アメリカ 34,835 349 66 35,250

中央・南アメリカ 2,188 25 4 2,217

アフリカおよび中東 1,864 110 45 2,019

アジア太平洋（日本を除く。） 9,564 415 1 9,980

日本 983 63 - 1,046

国際機関 - - - -

引当金
(1) (55) (148) (295) (498)

合計 110,388 8,425 655 119,467

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
3.1.5　ウォッチリストに掲載されている金融資産または個別に減損が評価された金融資産に関する情報
 
ウォッチリストに掲載されている金融資産または個別に減損が評価された金融資産の分析（顧客タイプ別）

2024年12月31日現在の帳簿価額

 

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大していない資産

（ステージ1）

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大したが減損して

いない資産（ステージ2）

信用減損資産

（ステージ3）

（百万ユーロ）
30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超

債務証券 24 - - - 17 - - - -

行政機関 - - - - - - - - -
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中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - - - - - - -

大企業 24 - - - 17 - - - -

小口顧客 - - - - - - - - -

貸出金および債権 2,811 139 - 7,720 2,327 15 635 220 3,854

行政機関 8 - - 140 5 5 1 - 4

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - - - - - - 44

大企業 1,828 76 - 3,943 919 5 492 63 1,730

小口顧客 974 63 - 3,636 1,403 5 142 157 2,076

合計 2,835 139 - 7,720 2,343 15 635 220 3,854

 
2023年12月31日現在の帳簿価額

 

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大していない資産

（ステージ1）

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大したが減損して

いない資産（ステージ2）

信用減損資産

（ステージ3）

（百万ユーロ）
30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超

債務証券 124 - - - 22 - - - -

行政機関 - - - - - - - - -

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - - - - - - -

大企業 124 - - - 22 - - - -

小口顧客 - - - - - - - - -

貸出金および債権 3,407 169 - 8,121 2,112 11 750 563 3,588

行政機関 47 - - 27 35 1 - - 4

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - 2 1 - - - 91

大企業 2,425 114 - 3,919 1,258 4 615 393 1,913

小口顧客 935 54 - 4,173 819 5 134 170 1,580

合計 3,531 169 - 8,121 2,134 11 750 563 3,588

 

3.2　ソブリン・リスクに対するエクスポージャー

 

ソブリン・エクスポージャーの計上範囲は、政府に対するエクスポージャーを含むが、地方自治体に対す

るものは含まない。かかる金額から税金の滞納額は除外されている。

ソブリン債に対するエクスポージャーは、純損益を通じて公正価値で測定しない金融資産の減損控除後エ

クスポージャー（帳簿価額）に相当し、総額およびヘッジ控除後の金額の両方で表示されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーのソブリン・リスクに対するエクスポージャーは、以下のとおりであ

る。

 

銀行業務
2024年12月31日 銀行業務の減損控除後エクスポージャー

（百万ユーロ）

純損益を通じて公正

価値で測定する

その他の金融商品

純損益に組替

えられる可能

性のあるその

他の包括利益

を通じて公正

価値で測定す

る金融資産

償却原価で

測定する

金融資産

銀行業務合計

（ヘッジ

控除前）

ヘッジ

銀行業務合計

（ヘッジ

控除後）
売買目的

保有金融

資産

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

ドイツ - 32 30 - 62 - 62

サウジアラビア 4 - - 1,463 1,467 - 1,467

アルゼンチン - - - 23 23 - 23

ベルギー - 80 301 1,318 1,699 48 1,747
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ブラジル 27 - 117 82 226 - 226

中国 195 - - 146 341 - 341

エジプト 2 - 436 364 802 - 802

スペイン 2,090 10 70 1,935 4,105 (29) 4,076

米国 11,275 - 149 2,652 14,076 209 14,285

フランス - 529 2,575 12,948 16,052 185 16,237

香港 133 - - 1,121 1,254 7 1,261

イスラエル - - - - - - -

イタリア - - 3,487 5,147 8,634 (43) 8,591

日本 1,085 - 1,463 2,137 4,685 (7) 4,678

レバノン - - - - - - -

ポーランド - - 1,019 299 1,318 - 1,318

英国 - - - - - - -

ロシア - - - - - - -

台湾 - - 9 3 12 - 12

トルコ - - - - - - -

ウクライナ - - 118 925 1,043 - 1,043

その他の主権国 3,959 6 1,330 6,101 11,396 (10) 11,386

合計 18,770 657 11,104 36,664 67,195 360 67,555

 
2023年12月31日 銀行業務の減損控除後エクスポージャー

（百万ユーロ）

純損益を通じて公正

価値で測定する

その他の金融商品

純損益に組替

えられる可能

性のあるその

他の包括利益

を通じて公正

価値で測定す

る金融資産

償却原価で

測定する

金融資産

銀行業務合計

（ヘッジ

控除前）

ヘッジ

銀行業務合計

（ヘッジ

控除後）
売買目的

保有金融

資産

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

ドイツ - - 29 - 29 - 29

サウジアラビア - - - 326 326 - 326

アルゼンチン - - - 30 30 - 30

ベルギー - 4 161 1,245 1,410 116 1,526

ブラジル 24 - 153 91 268 - 268

中国 243 - - 480 723 - 723

エジプト - - 539 377 916 - 916

スペイン - 4 68 1,361 1,433 37 1,470

米国 6,024 - 178 2,567 8,769 199 8,969

フランス - 55 1,607 11,007 12,669 283 12,952

香港 57 - - 1,123 1,180 9 1,189

イスラエル - - - - - - -

イタリア - 44 3,615 4,767 8,426 26 8,452

日本 - - 1,757 1,170 2,927 - 2,927

レバノン - - - - - - -

ポーランド - - 1,005 299 1,304 - 1,304

英国 - - - - - - -

ロシア - - - - - - -

台湾 - - 9 - 9 - 9

トルコ - - - - - - -

ウクライナ - - 110 1,046 1,156 - 1,156

その他の主権国 2,600 4 1,073 5,673 9,350 12 9,362

合計 8,948 111 10,304 31,562 50,925 682 51,607
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保険業務

保険業務については、ソブリン債に対するエクスポージャーは、減損控除後（ヘッジ前）で表示してお

り、保険者と生命保険契約者との間の分担メカニズム適用前のエクスポージャーに相当する。

 

エクスポージャー総額

（百万ユーロ）
2024年12月31日 2023年12月31日

ドイツ 311 354

サウジアラビア - -

アルゼンチン 7 5

ベルギー 4,595 4,253

ブラジル 5 6

中国 - 1

エジプト - -

スペイン 7,776 7,599

米国 67 70

フランス 36,286 36,628

香港 118 1

イスラエル 81 -

イタリア 8,042 7,389

日本 144 179

レバノン - -

ポーランド 201 203

英国 3 11

ロシア - -

台湾 - -

トルコ 8 7

ウクライナ 3 3

その他の主権国 1,829 1,972

エクスポージャー合計 59,476 58,680

 

3.3　市場リスク

 

（「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－市場リスク」の項目を参照。）

 

デリバティブ商品：残存期間別の分析

デリバティブ商品の市場価格を契約上の残存期間別に分けている。

 

ヘッジ手段のデリバティブ－資産の公正価値

 2024年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 2,919 5,842 8,158 16,919

通貨商品 99 29 49 176

その他の商品 10 - - 10

小計 3,028 5,871 8,207 17,106

通貨先渡取引 1,837 159 92 2,088

ヘッジ手段のデリバティブ－資産の

公正価値合計
4,865 6,030 8,298 19,194

 

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超
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金利商品 2,678 7,810 9,489 19,976

通貨商品 97 79 45 221

その他の商品 11 - - 11

小計 2,786 7,889 9,533 20,208

通貨先渡取引 245 - - 245

ヘッジ手段のデリバティブ－資産の

公正価値合計
3,031 7,889 9,533 20,453

 
ヘッジ手段のデリバティブ－負債の公正価値

 2024年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 3,443 7,282 15,486 26,210

通貨商品 126 128 127 380

その他の商品 4 - - 4

小計 3,572 7,410 15,612 26,594

通貨先渡取引 584 70 13 667

ヘッジ手段のデリバティブ－負債の

公正価値合計
4,156 7,479 15,626 27,261

 

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 3,596 8,136 17,856 29,589

通貨商品 43 99 141 284

その他の商品 2 - - 2

小計 3,642 8,235 17,998 29,874

通貨先渡取引 1,116 1 - 1,117

ヘッジ手段のデリバティブ－負債の

公正価値合計
4,758 8,236 17,998 30,992

 
売買目的保有のデリバティブ商品－資産の公正価値

 2024年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 5,137 12,724 34,123 51,983

通貨商品および金 15,832 21,338 12,369 49,539

その他の商品 6,743 6,491 2,972 16,206

小計 27,711 40,552 49,464 117,728

通貨先渡取引 26,396 2,015 32 28,443

売買目的保有のデリバティブ－資産

の公正価値合計
54,108 42,567 49,496 146,171

 

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 6,970 13,405 29,660 50,035

通貨商品および金 8,266 6,169 6,768 21,202

その他の商品 2,920 10,686 2,530 16,136

小計 18,156 30,261 38,957 87,373

通貨先渡取引 18,878 2,015 138 21,031

売買目的保有のデリバティブ－資産

の公正価値合計
37,034 32,275 39,095 108,404
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売買目的保有のデリバティブ商品－負債の公正価値

 2024年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 2,459 14,723 31,505 48,686

通貨商品および金 13,814 19,921 11,193 44,928

その他の商品 3,104 2,313 1,703 7,121

小計 19,377 36,957 44,401 100,735

通貨先渡取引 24,002 3,578 392 27,972

売買目的保有のデリバティブ－負債

の公正価値合計
43,378 40,535 44,793 128,707

 

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 4,374 16,103 31,010 51,487

通貨商品および金 5,672 7,833 5,406 18,911

その他の商品 2,569 2,871 1,791 7,231

小計 12,615 26,807 38,207 77,630

通貨先渡取引 19,977 2,013 404 22,394

売買目的保有のデリバティブ－負債

の公正価値合計
32,592 28,819 38,612 100,023

 
デリバティブ商品：コミットメント額

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）
想定元本残高合計 想定元本残高合計

金利商品 19,747,179 16,680,392

通貨商品および金 795,023 678,447

その他の商品 267,708 204,793

小計 20,809,910 17,563,631

通貨先渡取引 3,761,108 2,981,930

想定元本合計 24,571,019 20,545,561

 

外国為替リスク

 

（「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－外国為替リスク」の項目を参

照。）

 

3.4　流動性リスクおよび財務リスク

 

（「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－資産および負債管理」の項目を参

照。）

 

金融機関および顧客に対する貸出金および債権（残存期間別）

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する貸出金および債権（クレ

ディ・アグリコル内部取引を含む。）
87,092 81,795 291,572 105,435 1 565,894

顧客に対する貸出金および債権（ファイナン

ス・リースを含む。）
132,201 65,635 202,043 157,340 467 557,686

合計 219,292 147,430 493,616 262,775 468 1,123,581
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減損      (10,076)

金融機関および顧客に対する貸出金および債権

合計
     1,113,504

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する貸出金および債権（クレ

ディ・アグリコル内部取引を含む。）
94,405 68,100 290,154 102,700 - 555,359

顧客に対する貸出金および債権（ファイナン

ス・リースを含む。）
118,802 59,775 194,237 152,591 442 525,847

合計 213,207 127,875 484,391 255,291 442 1,081,206

減損      (9,997)

金融機関および顧客に対する貸出金および債権

合計
     1,071,209

 
金融機関および顧客に対する債務（残存期間別）

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する債務（クレディ・アグリコル内

部取引を含む。）
87,359 11,171 68,302 11,586 - 178,418

顧客に対する債務 799,656 40,997 24,262 3,200 - 868,115

金融機関および顧客に対する債務合計 887,014 52,168 92,564 14,786 - 1,046,533

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する債務（クレディ・アグリコル内

部取引を含む。）
118,081 14,182 62,952 7,408 - 202,623

顧客に対する債務 756,873 48,162 26,605 3,358 - 834,998

金融機関および顧客に対する債務合計 874,954 62,344 89,557 10,766 - 1,037,621

 
債務証券および劣後債務

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

債務証券 　 　 　 　 　 　

利付債券 - - - - - -

短期金融商品 772 106 2,495 2,849 - 6,222

譲渡性債務証券 77,032 40,842 4,496 820 - 123,189

債券 5,447 11,996 71,718 59,695 - 148,856

その他の債務証券 2,185 2,113 1,129 815 - 6,243

債務証券合計 85,437 55,057 79,838 64,179 - 284,512

劣後債務 　 　 　 　 　 　

期限付劣後債務 2,073 3,867 12,063 11,046 - 29,049

永久劣後債務 - - - - - -

相互保証預託金 - - - - 224 224

参加型有価証券・ローン - - - - - -

劣後債務合計 2,073 3,867 12,063 11,046 224 29,273

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

債務証券       

利付債券 - - - - - -

短期金融商品 1,233 - 2,556 2,023 - 5,812

譲渡性債務証券 63,803 40,645 4,882 451 - 109,781

債券 3,386 12,267 64,302 51,680 - 131,635
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その他の債務証券 874 2,650 1,417 1,032 - 5,973

債務証券合計 69,296 55,562 73,157 55,186 - 253,201

劣後債務 　 　 　 　 　 　

期限付劣後債務 64 650 15,173 9,217 - 25,104

永久劣後債務 - - - - - -

相互保証預託金 - - - - 212 212

参加型有価証券・ローン - - - 1 - 1

劣後債務合計 64 650 15,173 9,218 212 25,317

 

リスクのある金融保証（予定満期別）

以下の表示金額は、リスクのある（すなわち減損した、またはウォッチリストに掲載されている）金融保

証の請求見込額である。

 

 2024年12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

付与した金融保証 72 253 - - - 325

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

付与した金融保証 65 205 - - - 271

 

デリバティブ商品の契約上の残存期間については注記3.3「市場リスク」を参照。

 

3.5　ヘッジ会計

 

（注記3.3「市場リスク」および「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－資産

および負債管理」の項目を参照。）

 

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジは、金利の変動による固定利付金融商品の公正価値の変動リスクを低減する。公正価値

ヘッジは、固定利付資産または固定利付負債を、変動利付資産または変動利付負債に変換する。

ヘッジ対象は、主に固定金利のローン、有価証券、預金および劣後債務である。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、変動利付金融商品に係るキャッシュ・フローの変動に関するリスクを低

減する。

キャッシュ・フロー・ヘッジは、特に変動利付ローンおよび預金のヘッジを含む。

 

外貨に対する純投資のヘッジ

外貨に対する純投資のヘッジは、子会社に対する外貨建ての投資に関連した為替変動に内在するリスクを

低減する。

 

ヘッジ手段のデリバティブ商品

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

市場価額
想定元本

市場価額
想定元本

プラス マイナス プラス マイナス

公正価値ヘッジ 16,938 24,481 1,056,315 19,551 27,799 976,856

キャッシュ・フロー・ヘッジ 2,183 2,632 136,230 827 3,092 105,795
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在外営業活動体に対する純投資のヘッ

ジ
73 148 6,560 75 100 6,068

ヘッジ手段のデリバティブ商品合計 19,194 27,261 1,199,105 20,453 30,992 1,088,719

 

当行グループは、金利ポートフォリオ、金融資産または金融負債ポートフォリオの公正価値ヘッジに関す

る会計方針および原則に従い、欧州連合により採択されたIAS第39号（カーブアウト版）を適用している。こ

の基準では、低金利または無利息の要求払預金をヘッジに含めることが認められている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年事業年度において、この金利上昇環境に関連して重大な欠

格事項を記録していない。

 

ヘッジ手段のデリバティブ－残存期間別の分析（想定元本額）

デリバティブ商品の想定元本額を契約上の残存期間別に分けている。

 

 2024年12月31日

 取引所取引および店頭取引
想定元本額

合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 435,725 338,020 300,547 1,074,291

通貨商品 7,188 1,394 101 8,682

その他の商品 222 2 - 224

小計 443,135 339,415 300,648 1,083,198

通貨先渡取引 84,258 26,470 5,180 115,908

ヘッジ手段デリバティブの想定値合

計
527,392 365,885 305,828 1,199,105

 

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
想定元本額

合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 368,656 325,142 294,245 988,043

通貨商品 7,363 918 69 8,351

その他の商品 204 1 - 205

小計 376,223 326,062 294,314 996,599

通貨先渡取引 69,316 18,087 4,718 92,121

ヘッジ手段デリバティブの想定値合

計
445,539 344,149 299,032 1,088,719

 

注記3.3「市場リスク－デリバティブ商品の取引：残存期間別の分析」においてヘッジ手段のデリバティブ

の市場価格を契約上の残存期間別に分けている。

 

公正価値ヘッジ

ヘッジ手段のデリバティブ

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値

の変動（当期中の

ヘッジの終了を

含む。）

想定元本額
 

資産

 

 

負債

 

公正価値ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 7,874 13,845 1,292 368,328

金利 7,263 13,780 846 332,322

為替 610 65 445 36,006

その他 - - - -

ミクロ・ヘッジの公正価値合計 7,874 13,845 1,292 368,328
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金融商品ポートフォリオの金利リスク・

エクスポージャーの公正価値ヘッジ
9,065 10,636 (1,740) 687,987

公正価値ヘッジ合計 16,938 24,481 (448) 1,056,315

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値

の変動（当期中の

ヘッジの終了を

含む。）

想定元本額
 

資産

 

 

負債

 

公正価値ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 6,280 15,151 2,791 324,622

金利 6,154 14,731 2,660 299,121

為替 126 420 131 25,500

その他 - - - -

ミクロ・ヘッジの公正価値合計 6,280 15,151 2,791 324,622

金融商品ポートフォリオの金利リスク・

エクスポージャーの公正価値ヘッジ
13,271 12,649 (3,022) 652,235

公正価値ヘッジ合計 19,551 27,799 (231) 976,856

 

ヘッジ手段のデリバティブの公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する金融

商品に係る純利益（損失）」において認識される。

 

ヘッジ対象
ミクロ・ヘッジ 2024年12月31日

（百万ユーロ）

現在のヘッジ 終了したヘッジ

当期中の公正価値

ヘッジ調整

（当期中のヘッジ

の終了を含む。）

帳簿価額
うち、公正価値

ヘッジ調整累計額

未償却のヘッジ対

象の公正価値ヘッ

ジ調整の残りにつ

いて調整される公

正価値ヘッジ調整

累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する負

債性金融商品

36,114 (322) - 545

金利 36,113 (322) - 545

為替 - - - -

その他 - - - -

償却原価で測定する負債性金融商品 115,109 (1,620) - 1,184

金利 106,042 (1,577) - 1,228

為替 9,067 (42) - (44)

その他 - - - -

資産項目の公正価値ヘッジ合計 151,223 (1,942) - 1,730

償却原価で測定する負債性金融商品 201,810 (3,510) - 3,002

金利 185,711 (3,805) - 2,598

為替 16,099 296 - 404

その他 - - - -

負債項目の公正価値ヘッジ合計 201,810 (3,510) - 3,002

 
ミクロ・ヘッジ 2023年12月31日

（百万ユーロ）

現在のヘッジ 終了したヘッジ

当期中の公正価値

ヘッジ調整

（当期中のヘッジ

の終了を含む。）

帳簿価額
うち、公正価値

ヘッジ調整累計額

未償却のヘッジ対

象の公正価値ヘッ

ジ調整の残りにつ

いて調整される公

正価値ヘッジ調整

累計額
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純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する負

債性金融商品

26,556 (819) - 1,147

金利 26,556 (819) - 1,147

為替 - - - -

その他 - - - -

償却原価で測定する負債性金融商品 99,553 (2,766) 7 2,132

金利 89,357 (2,692) 7 2,048

為替 10,196 (75) - 84

その他 - - - -

資産項目の公正価値ヘッジ合計 126,109 (3,586) 7 3,280

償却原価で測定する負債性金融商品 181,033 (6,427) - 6,044

金利 168,462 (6,285) - 5,809

為替 12,571 (142) - 235

その他 - - - -

負債項目の公正価値ヘッジ合計 181,033 (6,427) - 6,044

 

公正価値で測定するミクロ・ヘッジされた金融商品のヘッジされた部分の公正価値は、貸借対照表の関連

する項目において認識される。公正価値で測定するミクロ・ヘッジされた金融商品のヘッジされた部分の公

正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）」にお

いて認識される。

 

マクロ・ヘッジ 2024年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額

終了したヘッジの

未償却のヘッジ対象の公正

価値ヘッジ調整の残りにつ

いて調整される公正価値

ヘッジ調整累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
1,085 -

償却原価で測定する負債性金融商品 388,689 7

合計－資産 389,774 7

償却原価で測定する負債性金融商品 286,332 -

合計－負債 286,332 -

 

マクロ・ヘッジ 2023年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額

終了したヘッジの

未償却のヘッジ対象の公正

価値ヘッジ調整の残りにつ

いて調整される公正価値

ヘッジ調整累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
- -

償却原価で測定する負債性金融商品 385,139 6

合計－資産 385,139 6

償却原価で測定する負債性金融商品 261,812 (1)

合計－負債 261,812 (1)

 

公正価値で測定するマクロ・ヘッジされた金融商品のヘッジされた部分の公正価値は、貸借対照表の「金

利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整」において認識される。公正価値で測定するマクロ・ヘッジさ

れた金融商品のヘッジされた部分の公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する

金融商品に係る純利益（損失）」において認識される。

 

ヘッジ会計による利益／（損失）

 2024年12月31日
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（百万ユーロ）

純利益（ヘッジ会計による利益／（損失）合計）

ヘッジ手段のデリバティブ

の公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジ対象の

公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジの非有効部分

金利 (894) 916 22

為替 445 (448) (2)

その他 - - -

合計 (448) 468 20

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

純利益（ヘッジ会計による利益／（損失）合計）

ヘッジ手段のデリバティブ

の公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジ対象の

公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジの非有効部分

金利 (362) 405 43

為替 131 (152) (20)

その他 - - -

合計 (231) 256 25

 

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に対する純投資のヘッジ（NIH）

ヘッジ手段のデリバティブ

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値の

変動（当期中のヘッ

ジの終了を含む。）

想定元本額
資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 1,804 1,068 201 95,919

金利 213 230 - 13,672

為替 1,581 835 201 82,023

その他 10 4 - 224

ミクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 1,804 1,068 201 95,919

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エ

クスポージャーのキャッシュ・フロー・

ヘッジ

379 1,564 323 40,311

金融商品ポートフォリオの外国為替エクス

ポージャーのキャッシュ・フロー・ヘッジ
- - - -

マクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 379 1,564 323 40,311

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 2,183 2,632 524 136,230

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ 73 148 (8) 6,560

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値の

変動（当期中のヘッ

ジの終了を含む。）

想定元本額
資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 462 1,088 89 74,556

金利 186 206 18 5,551

為替 266 881 71 68,801

その他 11 2 - 205

ミクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 462 1,088 89 74,556

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エ

クスポージャーのキャッシュ・フロー・

ヘッジ

365 2,004 931 31,136

金融商品ポートフォリオの外国為替エクス

ポージャーのキャッシュ・フロー・ヘッジ
- - - 103

マクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 365 2,004 931 31,239

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 827 3,092 1,021 105,795

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ 75 100 (39) 6,068
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ヘッジ手段のデリバティブの公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する金融

商品に係る純利益（損失）」に認識されるヘッジ関係の非有効部分を除き、「その他の包括利益」に認識さ

れる。

 

ヘッジ会計の影響

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益／（損失）

純利益（ヘッジ会計

による損益）

当期中に認識された

ヘッジの有効部分

当期中にその他の

包括利益から損益に

組替えられた金額

ヘッジの非有効部分

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

金利 324 - (1)

為替 200 - -

その他 - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 524 - (1)

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ (8) - -

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に

対する純投資のヘッジ合計
516 - (1)

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益／（損失）

純利益（ヘッジ会計

による損益）

当期中に認識された

ヘッジの有効部分

当期中にその他の

包括利益から損益に

組替えられた金額

ヘッジの非有効部分

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

金利 950 - (1)

為替 71 (1) -

その他 - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 1,021 (1) (1)

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ (39) 4 -

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に

対する純投資のヘッジ合計
982 3 (1)

 

3.6　オペレーショナルリスク

 

（「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－業務リスク」を参照。）

 

3.7　資本管理および規制比率

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務部門は、流動性および資本の観点からみて、グループ全体の業

務上の必要性に対し、十分な流動性および資本が確保できるよう取り組んでいる。同部門は、クレディ・ア

グリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーの健全性比率および規制比率（ソルベン

シー、流動性、レバレッジ、破綻処理）の監視について責任を負う。このため、同部門は、原則を定め、当

行グループ全体の一体性のある財務管理システムを確保する。

当行グループの銀行業務リスクの管理は、グループ・リスク管理および恒常的統制部門が担当している。

同部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの指導および統制担当の最高経営責任者代理直属で、その役

割は、信用リスク、財務リスクおよびオペレーショナルリスクの恒久的な統制である。

これらの手続についての記述および解説は、「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき

課題等」に記載されている。しかしながら、内訳は財務書類には表示されている。
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注記4　その他の包括利益に対する注記

 

4.1　受取利息および支払利息

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

償却原価で測定する金融資産 53,690 49,867

　銀行間取引 12,228 12,654

　クレディ・アグリコル内部取引 13,428 12,489

　顧客との取引 23,591 21,057

　ファイナンス・リース 2,202 1,707

　債務証券 2,241 1,959

その他の包括利益を通じて公正価値で認識する金融資産 5,121 4,740

　銀行間取引 - -

　顧客との取引 - -

　債務証券 5,121 4,740

ヘッジ手段に係る未収利息 4,534 4,428

その他の受取利息 99 85

受取利息および類似収益
(1)(2) 63,444 59,120

償却原価で測定する金融負債 (43,793) (40,272)

　銀行間取引 (5,748) (6,830)

　クレディ・アグリコル内部取引 (3,554) (3,917)

　顧客との取引 (23,199) (20,324)

　ファイナンス・リース (464) (400)

　債務証券 (10,436) (8,453)

　劣後債務 (392) (348)

ヘッジ手段に係る未収利息 (5,182) (4,546)

その他の支払利息 (171) (59)

支払利息および類似費用
(3) (49,145) (44,876)

(1)　2024年12月31日現在、208百万ユーロ（2023年12月31日現在は252百万ユーロ）の減損した債権（ステージ3）に係

る受取利息および類似収益を含む。

(2)　2024年12月31日現在、0百万ユーロ（2023年12月31日現在は287百万ユーロ）の金融負債に対するマイナス金利を含

む。

(3)　2024年12月31日現在、マイナス25百万ユーロ（2023年12月31日現在はマイナス98百万ユーロ）の金融資産に対する

マイナス金利を含む。

 

4.2　受取報酬および手数料ならびに支払報酬および手数料

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）
受取額 支払額 純額 受取額 支払額 純額

銀行間取引 398 (95) 303 357 (86) 271

クレディ・アグリコル内部取引 1,250 (853) 397 1,241 (1,055) 185

顧客との取引 1,771 (424) 1,347 1,521 (280) 1,241

証券取引 52 (233) (181) 56 (180) (124)

外国為替取引 52 (42) 10 36 (39) (3)

デリバティブ商品およびその他のオフバラン

スシート項目
352 (218) 134 305 (237) 68

決済手数料ならびにその他の銀行業務および

金融サービス
4,259 (1,650) 2,610 3,924 (1,492) 2,432

投資信託、信託および同種の業務管理 6,686 (1,940) 4,746 5,761 (1,602) 4,159

受取報酬および手数料ならびに支払報酬およ

び手数料合計
14,820 (5,454) 9,365 13,202 (4,973) 8,229

 

投資信託、投資、および同種の業務管理に加え、顧客との取引ならびに決済手数料ならびにその他の銀行

業務および金融サービスを含む取引による受取報酬および手数料の大部分は、資産収集に関するものであ

る。
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4.3　純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

受取配当金 2,060 1,489

売買目的保有資産／負債に係る未実現利益／（損失）または実現利益／

（損失）
(269) 2,831

純損益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品に係る未実現利益／

（損失）または実現利益／（損失）
(585) 288

「SPPI」テストの要件を満たさない負債性金融商品に係る未実現利益／

（損失）または実現利益／（損失）
4,030 3,805

定義により純損益を通じて公正価値で測定するその他の負債性金融商品

に係る未実現利益／（損失）または実現利益／（損失）
(17) 125

資産担保ユニット・リンク契約に係る純利益／（損失） 5,480 4,444

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された資産／負債に

係る未実現利益／（損失）または実現利益／（損失）
(1) (2,722) (4,607)

為替取引および同種の金融商品に係る純利益／（損失）（在外営業活動

体に対する純投資のヘッジに係る利益／（損失）を除く。）
4,934 3,457

ヘッジ会計による利益／（損失） 19 23

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／（損失） 12,929 11,857

(1) （基準により損益計算書上のミスマッチを解消または軽減するための例外が認められている場合を除き）純損益を

通じて公正価値で測定するものとして指定された負債における発行者の信用スプレッドを除く。

 
ヘッジ会計による利益／（損失）の分析

 2024年12月31日

（百万ユーロ） 利益 損失 純額

公正価値ヘッジ 6,618 (6,599) 19

ヘッジされるリスクに起因するヘッジ対象の公正価値の変動 2,600 (3,873) (1,273)

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動（ヘッジの終了を含

む。）
4,018 (2,726) 1,292

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーの公正価値

ヘッジ
14,282 (14,281) 1

ヘッジ対象の公正価値の変動 9,432 (7,691) 1,741

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動 4,850 (6,590) (1,740)

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーのキャッ

シュ・フロー・ヘッジ
- (1) (1)

ヘッジ手段である商品の公正価値の変動－非有効部分 - (1) (1)

ヘッジ会計による利益／（損失）合計 20,900 (20,881) 19

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ） 利益 損失 純額

公正価値ヘッジ 10,844 (10,818) 27

ヘッジされるリスクに起因するヘッジ対象の公正価値の変動 3,900 (6,664) (2,764)

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動（ヘッジの終了を含

む。）
6,945 (4,154) 2,791

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーの公正価値

ヘッジ
24,412 (24,415) (2)

ヘッジ対象の公正価値の変動 15,138 (12,118) 3,020

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動 9,275 (12,297) (3,022)

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーのキャッ

シュ・フロー・ヘッジ
- (1) (1)
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ヘッジ手段である商品の公正価値の変動－非有効部分 - (1) (1)

ヘッジ会計による利益／（損失）合計 35,257 (35,234) 23

 

ヘッジ会計の種類別による利益／（損失）（公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジ等）の詳細に

ついては、注記3.5「ヘッジ会計」に表示されている。

 

4.4　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品に係る純利益／（損失）
(1) (506) (637)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で

測定する資本性金融商品に係る分配（配当金）
(2) 170 153

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／

（損失）
(336) (483)

(1) 注記4.9「リスク費用」に記載されている、減損した負債性金融商品（ステージ3）の処分による実現利益または実

現損失は除く。

(2) 事業年度中に認識が中止された組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融

商品に係る配当金33百万ユーロを含む。

 

4.5　償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

債務証券 38 121

金融機関に対する貸出金および債権 - -

顧客に対する貸出金および債権 1 2

償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた利益 39 123

債務証券 (158) (114)

金融機関に対する貸出金および債権 - -

顧客に対する貸出金および債権 (4) (9)

償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた損失 (163) (123)

償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた純利益／（損失）
(1) (124) -

(1) 注記4.9「リスク費用」に記載されている、減損した負債性金融商品（ステージ3）の認識中止による実現利益また

は実現損失は除く。

 

4.6　その他の業務に係る純収益および費用

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

遊休固定資産に係る利益／（損失） 301 205

投資不動産からの純利益 (92) (931)

その他の純利益（費用） 131 413

その他の業務に係る収益（費用） 340 (313)

 

4.7　営業費用

 

2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

営業費用
(1)

(a)

保険契約に関する

費用

（収益から控除）
(b)

当期中の営

業費用合計
(2)

(c)=(a)+(b)

営業費用
(1)

(a)

保険契約に関する

費用

（収益から控除）
(b)

当期中の営

業費用合計
(2)

(c)=(a)+(b)

従業員費用 (9,564) (94) (9,657) (8,680) (258) (8,938)

利益または給与関連、

規制上の拠出金以外の税金
(2) (493) (48) (541) (935) (54) (989)
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外部サービスおよび

その他の営業費用
(4,425) (584) (5,009) (4,196) (378) (4,574)

保険契約の分配に係る費用 832 (832) - 821 (821) -

営業費用 (13,650) (1,558) (15,208) (12,990) (1,511) (14,501)

(1) 損益計算書の「営業費用」の項目に相当する金額

(2) 2024年12月31日現在、単一破綻処理基金について認識された0百万ユーロを含む（2023年12月31日現在はマイナス

508百万ユーロ）。

 

法定監査人に支払われた報酬

以下は、2024年度に法定監査人に支払われた報酬の、会社別およびクレディ・アグリコル・エス・エーの

全部連結会社との契約類型別の内訳である。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査役会

（百万ユーロ（税金を除く。））

プライスウォーターハウス

クーパース
(1)

フォーヴィス

マザー
(1)(2)

アーンスト・ア

ンド・ヤング

(1) (2)

 

2024年度 2023年度 2024年度 2023年度 2024年度合計

個別財務書類および連結財務書類の法定

監査、証明、レビュー
19.75 20.34 12.94 11.74 32.69

発行者 2.29 2.36 1.54 2.32 3.83

全部連結子会社 17.46 17.98 11.40 9.42 28.86

サステナビリティ情報の保証（CSRD） 1.54  1.19  2.73

発行者 0.70  0.62  1.32

全部連結子会社 0.84  0.57  1.41

非監査業務 9.69 9.44 1.99 7.61 11.68

発行者 1.96 2.58 0.50 1.98 2.46

全部連結子会社 7.73 6.86 1.49 5.63 9.22

合計 30.98 29.78 16.12 19.35 47.10

(1) 連結事業体（下位グループ・レベルの責任者）の法定監査人

(2) 2024年度における法定監査人の変更

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人であるプライスウォーターハウスクーパース・オー

ディットに支払われた報酬の総額は、当事業年度の連結損益計算書に計上されているとおり14.6百万ユーロ

であり、そのうち10.3百万ユーロがクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の財務書類の監査

証明、2.9百万ユーロが非監査業務（コンフォート・レター、合意された手続、責任声明書、社会情報および

環境情報に関連するサービス、助言等）に関連するものであり、1.4百万ユーロが非財務サステナビリティ報

告（CSRD）に関するものであった。

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人であるフォーヴィス マザー エスアーに支払われた報酬

の総額は、当事業年度の連結損益計算書に計上されているとおり12.0百万ユーロであり、そのうち9.4百万

ユーロはクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の財務書類の監査証明、1.4百万ユーロが非監

査業務（コンフォート・レター、合意された手続、責任声明書、税法遵守審査、社会情報および環境情報に

関連するサービス、助言等）に関連するものであり、1.2百万ユーロが非財務サステナビリティ報告（CSRD）

に関するものであった。

 

4.8　有形固定資産の減価償却費および無形資産の償却費ならびに減損

 

2024年12月31日 2023年12月31日
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（百万ユーロ）

減価償却費、

償却費および

減損
(1)

(a)

保険契約に

関する費用

（収益から

控除）

(b)

当期中の減価

償却費、償却

費および

減損合計
(3)

(c)=(a)+(b)

減価償却費、

償却費および

減損
(1)

(a)

保険契約に

関する費用

（収益から

控除）

(b)

当期中の減価

償却費、償却

費および

減損合計
(3)

(c)=(a)+(b)

減価償却費および償却費 (1,249) (57) (1,306) (1,155) (52) (1,207)

有形固定資産
(1) (722) (6) (728) (700) (4) (705)

無形資産 (527) (51) (578) (455) (48) (503)

減損損失（戻入額） 4 (1) 3 4 - 4

有形固定資産
(2) (3) - (3) (2) - (2)

無形資産 7 (1) 6 5 - 5

有形固定資産の減価償却

費および無形資産の償却

費ならびに減損

(1,245) (58) (1,303) (1,151) (52) (1,204)

(1) 2024年12月31日現在の使用権の償却費について認識されたマイナス362百万ユーロ（2023年12月31日現在はマイナス

348百万ユーロ）を含む。

(2) 2024年12月31日現在の使用権の減損処理（戻入）について認識されたマイナス1百万ユーロ（2023年12月31日現在は

マイナス4百万ユーロ）を含む。

(3) 損益計算書の「有形固定資産および無形固定資産の減価償却費、償却費および減損」の項目に相当する金額

 

4.9　リスク費用

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

正常資産に係る減損戻入額控除後の計上額（ステージ1またはステージ2）(A) (296) (87)

ステージ1：12ヶ月の予想信用損失と同額で測定する損失評価引当金 (105) (19)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品
(6) (7)

償却原価で測定する負債性金融商品 (53) (40)

融資コミットメント (47) 27

ステージ2：全期間予想信用損失と同額で測定する損失評価引当金 (191) (68)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品
(5) (2)

償却原価で測定する負債性金融商品 (102) (52)

融資コミットメント (84) (13)

信用減損資産に係る減損戻入額控除後の計上額（ステージ3）(B) (1,440) (1,471)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品
13 -

償却原価で測定する負債性金融商品 (1,381) (1,421)

融資コミットメント (71) (50)

その他の資産（C） (3) (6)

リスクおよび費用（D） 10 (73)

減損損失および引当金戻入額控除後の計上額（E）=（A）+（B）+（C）+（D） (1,729) (1,637)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定

する減損した負債性金融商品の処分による実現利益／（損失）
(11) -

償却原価で測定する減損した負債性金融商品の実現利益／（損失） (8) 5

非減損貸出金および貸倒債権に係る損失 (286) (212)

償却された貸出金および債権の回収額 260 137

償却原価で認識 260 137

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて認識 - -

条件緩和債権の割引 (30) (38)

融資コミットメントに係る損失 (2) (1)

その他の損失 (45) (58)

その他の利益 - 26

リスク費用 (1,850) (1,777)
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4.10　その他の資産に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

事業に供された有形固定資産および無形資産 20 96

処分に係る利益 44 128

処分に係る損失 (24) (32)

連結された株式投資の処分に係る利益または損失 (1) 3

処分に係る利益 - 8

処分に係る損失 (1) (5)

結合取引に係る純利益（費用） (23) (15)

その他の資産に係る純利益／（損失） (4) 85

 

4.11　税金

 

税金費用

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

当期発生税金費用
(1) (1,718) (1,568)

繰延税金費用 (753) (632)

税金費用合計 (2,472) (2,200)

(1) 第2の柱－GloBEにおける追加の税金に関連する見積り額は、2024年度において重要ではない。

 

理論上の税率と実効税率の調整

2024年12月31日現在

（百万ユーロ） 課税基準額 税率 税金

税金、のれんの減損、非継続事業および持分法適用会社の純利益持

分控除前利益
10,431 25.83 ％ (2,694)

永久差異の影響  (1.59)％ 166

在外子会社に対する異なる税率の影響  1.27 ％ (132)

当年度の損失、繰越欠損金の利用および一時差異による影響  0.04 ％ (4)

税率引下げの影響  (0.71)％ 74

税率変更の影響  - -

その他の項目の影響  (1.13)％ 118

実効税率および税金費用  23.71 ％ (2,472)

 

理論上の税率は、2024年12月31日現在のフランスにおける課税所得に対して適用される標準税率（追加の

社会保障費を含む。）である。

 

2023年12月31日現在

（百万ユーロ） 課税基準額 税率 税金

税金、のれんの減損、非継続事業および持分法適用会社の純利益持

分控除前利益
9,347 25.83 ％ (2,414)

永久差異の影響  (1.73)％ 162

在外子会社に対する異なる税率の影響  1.11 ％ (104)

当年度の損失、繰越欠損金の利用および一時差異による影響  0.30 ％ (28)

税率引下げの影響  (0.07)％ 7

税率変更の影響  - -

その他の項目の影響  (1.89)％ 177

実効税率および税金費用  23.55 ％ (2,200)

 

理論上の税率は、2023年12月31日現在のフランスにおける課税所得に対して適用される標準税率（追加の

社会保障費を含む。）である。
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第2の柱－GloBE

OECDによって制定された新たな国際課税規則は、大規模多国籍企業が事業を行う各国の実効税率（ETR）が

15％を下回った場合に「トップアップ税」を課すことを目的として2024年1月1日に施行された。

これらの規則の適用初年度は2024年度である。

2022年度末にEU内で採択された欧州指令の規定および欧州連合諸国におけるその移行に基づき、当行グ

ループは、2024年度の追加GloBE税を見積もった。

加えて、2023年5月23日にIASBにより公表され、2023年11月8日に欧州連合により採択されたIAS第12号の改

訂に従い、当行グループは、GloBE規則の施行により生じる繰延税金の認識について、義務的および一時的な

例外を適用している。

 

4.12　その他の包括利益／（損失）の変動

 

下表は、当期中に認識された収益および費用の内訳を示したものである。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）（税引後）  

為替換算調整勘定に係る利益／（損失） 488 (376)

当期再評価差額金 488 (376)

損益への振替 - -

その他の変動 - -

純損益に組替えられる可能性のある負債性金融商品に係るその他の包括利

益／（損失）
(587) 9,885

当期再評価差額金 (1,093) 9,248

損益への振替 506 637

その他の変動 - -

ヘッジ手段のデリバティブ商品に係る利益／（損失） 532 1,025

当期再評価差額金 532 1,022

損益への振替 - 3

その他の変動 - -

純損益に組替えられるその他の包括利益に認識される保険金融収益または保

険金融費用
407 (9,471)

純損益に組替えられるその他の包括利益に認識される、保有している再保険

契約に係る保険金融収益または保険金融費用
(5) 27

持分法適用会社の純損益に組替えられる可能性のある税引前その他の包括利

益／（損失）
(31) (73)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）に係る法人

所得税（持分法適用会社を除く。）
(83) (380)

持分法適用会社の純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／

（損失）に係る法人所得税
- -

非継続事業からの純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／

（損失）
- -

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）（税引後） 722 637

純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損失）（税引後）   

退職後給付に係る数理計算上の差益／（差損） 39 (139)

自社の信用リスクの変動に起因する金融負債に係るその他の包括利益／（損

失）
(365) (263)

当期再評価差額金 (350) (259)

準備金への振替 (15) (4)

その他の変動 - -

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係るその他の包括利益／

（損失）
117 23

当期再評価差額金 250 70

準備金への振替 (132) (47)
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その他の変動 - -

純損益に組替えられることないその他の包括利益に直接認識される保険金融

収益または保険金融費用
(82) (128)

持分法適用会社の純損益に組替えられることのない税引前その他の包括利

益／（損失）
1 12

純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損失）に係る法人所

得税（持分法適用会社を除く。）
48 97

持分法適用会社の純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損

失）に係る法人所得税
- (1)

非継続事業からの純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損

失）
- -

純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損失）（税引後） (242) (399)

その他の包括利益／（損失）（税引後） 479 238

うち、当行グループの持分 465 298

うち、非支配持分 14 (60)
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注記5　セグメント情報

 

事業セグメントの定義

IFRS第8号によると、開示情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーの管理、業績査定および特定の事業

セグメントに割り当てる資源に関する決定を行うために業務執行委員会が使用する内部報告に基づいてい

る。

内部報告によると、事業セグメントは、当行グループの事業部門によって構成されている。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの活動は、6つの事業セグメントに組織されてい

る。

・5つの事業部門

　・資産収集

　・大口顧客

　・専門金融サービス

　・フランス国内リテール・バンキング － LCL

　・国際リテール・バンキング

・上記に加え、「コーポレート・センター」

 

事業部門の概要

資産収集

この事業部門は、以下をまとめたものである。

・以下の3つの事業部門を通じて、クレディ・アグリコル・アシュランス事業体が生活のあらゆるステージで

顧客を支援し、フランス国内外におけるその損害保険および生命保険の需要のすべてをカバーするための

保険業務

　・貯蓄および退職年金

　・死亡および身体障害／所得補償／団体保険

・損害保険

・欧州、アジアおよび南北アメリカにおいて、個人顧客向けに伝統的資産または実物資産のアクティブ運用

およびパッシブ運用を通じて幅広い貯蓄および投資ソリューションを提供する、アムンディ・インベスト

メント・ソリューションズの資産運用業務。このサービスは、貯蓄のバリュー・チェーン全体を網羅する

技術サービスおよびツールによって補完されている。

・また、主にインドスエズ・ウェルス・マネジメント・グループの子会社（CAインドスエズ（スウィッ

ツァーランド）エス・エー、CAインドスエズ・ウェルス（ユロップ）、CFMインドスエズおよびデグルー

フ・ピーターカム）が行う資産管理業務

 

大口顧客

大口顧客部門には、2つの主要な事業部門から成りその大半をクレディ・アグリコル・CIBが行っている法

人営業および投資銀行業務と、CACEISによって行われた機関および発行体向け資産サービシング業務が含ま

れる。

・ファイナンス業務には、フランス国内外における法人営業およびストラクチャード・ファイナンスが含ま

れる。ストラクチャード・ファイナンスは、多くの場合、物的資産（航空機、船舶、オフィスビル、コモ

ディティ等）ならびに複合金融商品およびストラクチャード金融商品を担保とするオリジネーション、ス

トラクチャリングおよび金融投資取引で構成される。
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・キャピタル・マーケットおよび投資銀行業務は、キャピタル・マーケット業務（資金調達、外国為替、金

利デリバティブ、債券市場）ならびに投資銀行業務（M&Aコンサルティングおよびプライマリー・エクイ

ティ助言）をまとめたものである。

・機関投資家および発行体向け資産サービシング業務は、CACEISバンクによる保管および預託サービス、

CACEISファンド・アドミニストレーションによるファンドの管理サービスおよびUpteviaによる発行体向け

サービスである。

 

専門金融サービス

専門金融サービスは、当行グループ事業体から構成されており、フランス国内外の個人顧客、小規模企

業、法人、農家および地方自治体に対する金融商品およびサービスを提供している。これらは、以下のもの

である。

・フランスのクレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティに属している（ソ

フィンコならびに地域銀行およびLCLを代理する消費者金融活動の管理）か、海外の子会社またはパート

ナーシップ（アゴス、クレディトプラス・バンク、クレディボム、ソフィンコ・スペイン、GACソフィンコ

およびワファサラフ）ならびにモビリティに特化した汎欧州的な組織であるCAABおよびリーシーズ（ステ

ランティスと設立した、長期リースを提供する共同支配企業）を通じて保有されている消費者金融、自動

車レンタルおよびモビリティに関するソリューションを提供する会社。

・ファクタリングおよびリース・ファイナンス等の会社に対する専門金融サービス（クレディ・アグリコ

ル・リーシング・アンド・ファクタリング・グループ、EFL）および特にエネルギーおよび地域ならびにエ

ネルギー転換の参加者である企業、地元当局および農家のための資金調達。

 

フランス国内リテール・バンキング － LCL

LCLは、都市部において確固たる地位を確立したフランス国内リテール・バンキング・ネットワークであ

る。個人顧客向けリテール･バンキング、小規模企業向けリテール・バンキング、プライベート・バンキング

および法人営業の4つの事業部門に分類される。

LCLは、資産運用商品、保険商品および資産管理商品と共に幅広い銀行商品およびサービスを提供してい

る。

 

国際リテール・バンキング

この事業部門は、主にリテール・バンキングに関連する海外子会社を含む。

これらの子会社は、主に欧州で行われ、その対象はイタリアのクレディ・アグリコル・イタリア、ポーラ

ンドのクレディ・アグリコル・ポルスカ、ならびにウクライナであり、地中海地域のクレディ・アグリコ

ル・エジプトもその対象である。

海外の消費者金融、リースおよびファクタリングの子会社（クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイ

ナンス・アンド・モビリティ、クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリングおよびポーラ

ンドのEFLの子会社等）は、国際リテール・バンキングの一部であるイタリアのCALITを除き、本セグメント

に含まれておらず、｢専門金融サービス」セグメントに計上されている。

 

コーポレート・センター

この事業部門は、以下の4つの業務を含む。

・クレディ・アグリコル・エス・エーのコーポレート・センター機能、資産負債管理および子会社の買収ま

たは株式投資に関連する負債管理およびクレディ・アグリコル・エス・エーの連結納税の影響の純額を含

む。

・プライベート・エクイティ・ビジネスの業績およびその他のクレディ・アグリコル・エス・エーの会社

（特にCAイモビリエ、ユニ・メディア、フォンカリス、BforBank等）の業績
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・IT・決済会社（CA-GIPおよびCAPS）および不動産会社を含むサービス会社の業績

・直接配電による脱炭素電力の生産および供給を中心に構築されたエネルギー転換のための助言サービス、

ならびにエネルギー転換のための助言およびソリューションの提供（クレディ・アグリコル・トランジシ

オン・エ・エネルジ（トランジシオン・エ・エネルジ））

この部門はグループ内取引に関連する技術的影響および変動的影響も含む。

 

5.1　事業セグメント情報

 

事業部門間の取引は、通常の条件で行われている（アームスレングス・ルール）。

事業部門資産は、事業セグメントごとの貸借対照表の要素に基づいて決定される。

 

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融
サービス

フランス
国内

リテール・
バンキング

- LCL

国際
リテール・
バンキング

コーポ
レート・
センター

(1)

合計  

収益 7,648 8,651 3,520 3,872 4,059 (569) 27,181  

営業費用 (3,365) (5,039) (1,780) (2,448) (2,148) (115) (14,895) 

営業総利益 4,283 3,612 1,740 1,424 1,911 (684) 12,286  

リスク費用 (29) (117) (959) (373) (313) (59) (1,850) 

営業利益 4,254 3,495 781 1,051 1,598 (743) 10,436  

持分法適用会社の純利益持分 123 27 125 - - (82) 194  
その他の資産に係る純利益／(損

失)
(22) 1 (12) 5 0 24 (4) 

のれんの変動額 - - - - - - -  

税引前利益 4,355 3,523 894 1,056 1,598 (801) 10,626  

法人所得税 (973) (883) (187) (229) (535) 335 (2,472) 

非継続事業からの純利益 - - - - - - -  

当期純利益 3,382 2,640 707 827 1,063 (466) 8,154  

非支配持分 506 192 82 37 227 23 1,067  

当期純利益－当行グループの持

分
2,876 2,448 625 790 836 (489) 7,087  

(1) クレディ・アグリコル・エス・エーのレベルでの保険業務の統合時における「内部マージン」に関連する影響は、

コーポレート・センター部門に認識された。保険契約の分配により発生した費用の調整の影響は、収益に-832百万

ユーロ、営業費用に＋832百万ユーロであった。

 

 2024年12月31日

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融
サービス

フランス
国内

リテール・
バンキング

- LCL

国際
リテール・
バンキング

コーポ
レート・
センター

合計

事業部門資産        

うち、持分法適用会社に対する

投資
617 345 1,498 - - 468 2,928

うち、のれん 8,360 1,550 1,422 4,161 770 - 16,263

資産合計 587,702 1,354,627 158,017 211,280 92,416 (94,261) 2,309,782

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融
サービス

フランス
国内

リテール・
バンキング

- LCL

国際
リテール・
バンキング

コーポ
レート・

センター
(1)

合計

収益 6,688 7,779 3,597 3,850 3,949 (683) 25,180

営業費用 (2,880) (4,819) (1,702) (2,441) (2,158) (141) (14,141)

営業総利益 3,808 2,960 1,895 1,409 1,791 (824) 11,039
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リスク費用 (5) (120) (870) (301) (464) (17) (1,777)

営業利益 3,803 2,840 1,025 1,108 1,327 (841) 9,262

持分法適用会社の純利益持分 102 21 130 - 1 (57) 197

その他の資産に係る純利益／(損

失)
(10) 2 71 21 4 (3) 85

のれんの変動額 - - 11 - - (9) 2

税引前利益 3,895 2,863 1,237 1,129 1,332 (910) 9,546

法人所得税 (872) (690) (306) (256) (422) 346 (2,200)

非継続事業からの純利益 1 - - - (3) (1) (3)

当期純利益 3,024 2,173 931 873 906 (565) 7,343

非支配持分 483 162 79 39 204 28 995

当期純利益－当行グループの持

分
2,541 2,011 852 834 702 (593) 6,348

(1) クレディ・アグリコル・エス・エーのレベルでの保険業務の統合時における「内部マージン」に関連する影響は、

コーポレート・センター部門に認識された。保険契約の分配により発生した費用の調整の影響は、収益に-821百万

ユーロ、営業費用に＋821百万ユーロであった。

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融
サービス

フランス
国内

リテール・
バンキング

- LCL

国際
リテール・
バンキング

コーポ
レート・
センター

合計

事業部門資産        

うち、持分法適用会社に対する

投資
498 377 1,385 - - 339 2,599

うち、のれん 8,024 1,548 1,419 4,161 777 - 15,929

資産合計 612,140 1,188,424 153,211 207,050 94,517 (65,944) 2,189,398

 
 

5.2　地域別セグメント情報

 

事業部門資産および業績の地域別分析は、会計処理上、取引が計上されている地域に基づいている。

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

当期純利益
－当行グ
ループの持

分

うち、
収益

事業部門
資産

うち、
のれん

当期純利益
－当行グ
ループの持

分

うち、
収益

事業部門
資産

うち、
のれん

フランス（海外県・海

外領土を含む。）
2,974 12,889 1,786,511 9,946 2,419 11,581 1,699,993 9,911

イタリア 1,392 5,408 160,359 1,285 1,169 5,038 159,762 1,227

その他のEU諸国 983 4,005 109,931 3,822 836 3,591 98,645 3,382

上記以外の欧州諸国 418 1,698 42,609 1,145 554 1,802 36,177 862

北アメリカ
(1) 648 1,667 85,011 (0) 578 1,511 76,074 477

中央・南アメリカ 19 52 2,161 - 69 111 1,302  

アフリカおよび中東 113 314 4,980 13 117 328 4,539 20

アジア太平洋（日本を

除く。）
440 877 38,299 32 456 888 34,111 30

日本 99 272 79,922 20 151 330 78,797 21

合計 7,087 27,181 2,309,782 16,263 6,348 25,180 2,189,398 15,929

(1) アムンディとビクトリー・キャピタルとの間の合意の一部である、IFRS第5号に基づくアムンディの米国内資産の再

分類に関連している（注記2を参照）。
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5.3　保険事業の特徴

 

保険事業からの収益

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

保険収益 14,015 13,467

保険サービス費用 (11,093) (10,932)

保有している再保険契約に係る収益または費用 (166) (75)

保険サービスによる損益 2,756 2,460

その他の業務に係る売上または収益 71 70

投資収益 8,313 7,521

投資費用 (1,285) (885)

減損および償却費の戻入控除後の投資の処分に係る利益／（損失） (385) (526)

純損益を通じて公正価値で測定する投資の公正価値の変動 6,404 5,763

投資に係る減損の変動 (49) 15

費用控除後の投資収益 12,998 11,887

保険金融収益または保険金融費用 (12,581) (11,395)

保有している再保険契約に係る保険金融収益または保険金融費用 49 48

裁量権のある有配当性を伴わない投資契約の価値の変動 (191) (314)

金融純収益 275 227

その他当期営業利益（費用） (369) (366)

その他営業利益（費用） (18) (2)

営業利益 2,715 2,390

資金調達費用 (215) (157)

法人所得税 (572) (490)

非継続事業からの純利益 - -

連結純利益 1,928 1,742

非支配持分 44 89

当期純利益－当行グループの持分 1,884 1,653

 

保険収益

期間中に認識された保険収益の内訳は下表のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

残存カバーに係る負債の変動 6,649 6,532

当期中に発生した保険サービス費用 3,865 3,677

非金融リスクのリスク調整の変動 287 308

当期中の保険契約サービスの移転により純損益に認識された契約上の

サービス・マージン
2,503 2,549

その他の金額（受取保険料の実績調整額を含む。） (6) (2)

保険料のうち保険獲得キャッシュ・フローの回収に係る部分の配分 1,281 1,224

PAAを適用して測定されない契約からの保険収益 7,930 7,756

PAAを適用して測定される契約からの保険収益 6,160 5,698

保険収益 14,090 13,454

うち、修正遡及アプローチが適用された保険契約 5,533 6,027

うち、公正価値アプローチが適用された保険契約 - -

 

保険金融収益または保険金融費用

下表は、期間中の保険金融収益または保険金融費用の合計額および純損益およびOCIに認識された投資収益

（純額）の内訳を示したものである。

 

 2024年12月31日 2023年12月31日
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（百万ユーロ）

直接連動有配

当保険契約

その他の契約

および自己資本 合計

直接連動有配

当保険契約

その他の契約

および自己資本 合計

資産に係る投資収益 11,807 802 12,609 19,782 1,959 21,741

純損益に認識された投資費用

控除後の投資収益（純額）
12,149 730 12,879 10,794 943 11,737

投資収益 7,441 594 8,035 6,677 526 7,203

投資費用 (990) (146) (1,136) (742) (64) (806)

減損の戻入および償却費の控

除後の投資の処分に係る利

益／（損失）

(354) (31) (385) (516) - (516)

純損益を通じて公正価値で測

定された投資の公正価値の変

動

6,101 313 6,414 5,365 476 5,841

投資に係る減損の変動 (49) - (49) 10 5 15

その他の包括利益に認識され

た投資に係る利益／（損失）
(342) 72 (270) 8,988 1,016 10,004

純損益に組替えられるその他

の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品に

係る利益／（損失）

(421) 98 (323) 8,991 958 9,949

純損益に組替えられることの

ないその他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する資本性

金融商品に係る利益／（損

失）

79 (26) 53 (3) 58 55

保険金融収益または保険金融

費用
(11,955) (257) (12,212) (20,700) (219) (20,919)

純損益に認識された保険金融

収益または保険金融費用
(12,304) (228) (12,532) (11,179) (168) (11,347)

純損益に認識された発行され

た保険契約による保険金融収

益または保険金融費用

(12,304) (277) (12,581) (11,179) (216) (11,395)

　割引率解消の影響 - (335) (335) - (287) (287)

　金利およびその他の財務上

の仮定の変更による影響
- 35 35 - (7) (7)

　直接連動有配当保険契約に

係る保険金融収益または保

険金融費用

(11,955) - (11,955) (20,701) - (20,701)

　分解オプション (349) 23 (326) 9,522 78 9,600

　リスク軽減オプションを適

用して純損益に認識された

金額

- - - - - -

　純損益に認識された発行さ

れた保険契約の帳簿価額の

変動に係る為替換算差異

- - - - - -

純損益に認識された保有して

いる再保険契約による保険金

融収益または保険金融費用

- 49 49 - 48 48

　割引率解消の影響 - 54 54 - 46 46

　金利およびその他の財務上

の仮定の変更による影響
- (10) (10) - 29 29

　分解オプション - 5 5 - (27) (27)

　純損益に認識された保有し

ている再保険契約の帳簿価

額の変動に係る為替換算差

異

- - - - - -

その他の包括利益に認識され

た保険金融収益または保険金

融費用

349 (29) 320 (9,521) (51) (9,572)
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その他の包括利益に認識され

た発行された保険契約による

保険金融収益または保険金融

費用

349 (24) 325 (9,521) (78) (9,599)

　純損益に組替えられるその

他の包括利益に認識される

保険金融収益または保険金

融費用

431 (24) 407 (9,393) (78) (9,471)

　純損益に組替えられること

のないその他の包括利益に

認識される保険金融収益ま

たは保険金融費用

(82) - (82) (128) - (128)

その他の包括利益に認識され

た保有している再保険契約に

よる保険金融収益または保険

金融費用

- (5) (5) - 27 27

　その他の包括利益に認識さ

れる、保有している再保険

契約に係る保険金融収益ま

たは保険金融費用

- (5) (5) - 27 27

裁量権のある有配当性を伴わ

ない投資契約の価値の変動
- (191) (191) - (314) (314)

 

直接連動有配当保険契約の原金融資産の構成および公正価値は、下表のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

投資不動産 9,464 9,894

金融投資 271,495 273,925

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（ユニット・リンクを除

く。）
109,144 110,268

　　売買目的保有金融資産 - -

　　純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融資産 109,144 110,268

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 161,824 163,239

　　純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する負債性金融商品
159,847 161,116

　　純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価

値で測定する資本性金融商品
1,977 2,123

償却原価で測定する金融資産 527 418

　　顧客からの貸出金および債権 - -

　　その他の貸出金および債権 527 418

　　債務証券 - -

ユニット・リンク金融投資 101,674 92,878

デリバティブ商品および分離された組込デリバティブ 470 524

関連会社および共同支配企業に対する投資 - -

直接連動有配当保険契約の基礎となる項目合計 383,103 377,221
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保険契約および再保険契約

発行された保険契約および保有している再保険契約のポートフォリオの帳簿価額は、貸借対照表上のポジ

ション別に分類され、その構成要素別に詳述されており、下表に表示されている。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

発行された保険契約 362,852 348,452

資産である発行した保険契約 (10) -

残存カバー (492) -

発生保険金 482 -

保険獲得キャッシュ・フローに係る資産 - -

負債である発行した保険契約 362,862 348,452

残存カバー 352,002 337,273

発生保険金 10,860 11,179

保険獲得キャッシュ・フローに係る資産 - -

保有している再保険契約 (951) (1,017)

資産である保有している再保険契約 (1,021) (1,093)

残存カバー (236) (375)

発生保険金 (785) (718)

負債である保有している再保険契約 70 76

残存カバー 71 83

発生保険金 (1) (7)

裁量権のある有配当性を伴わない投資契約
(1) 3,170 3,189

(1) 裁量権のある有配当性を伴わない投資契約は、純損益を通じて公正価値で測定する負債に分類されている。

 

IFRS第17号の適用範囲に含まれる契約の期首残高から期末残高への調整は以下のとおりである。

これらの調整は、発行された保険契約および保有している再保険契約のそれぞれの正味帳簿価額が、

キャッシュ・フローならびに純損益およびOCIに認識された収益および費用により、期間中にどのように変動

したかを示している。

最初の調整表（負債の種類別）では、残存カバーに係る負債の変動および発生保険金に係る負債の変動を

別々に分析し、これらの変動を、損益計算書および当期純利益の項目ならびに株主持分に直接認識されたそ

の他の包括利益／(損失)計算書の項目と調整する。

2つ目の調整表（契約の測定要素別）では、PAAモデルを用いて測定されない契約について、将来キャッ

シュ・フローの現在価値の見積りの変動、非金融リスクの調整および契約上のサービス・マージンを別々に

分析する。

 

次へ
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発行された保険契約の帳簿価額の期首残高から期末残高への調整表（負債の種類別）
 
 2024年12月31日 2023年12月31日

 
残存カバーに係る負

債 発生保険金に係る負債

合計

残存カバーに係る負

債 発生保険金に係る負債

合計

（百

万

ユー

ロ）

損失要

素を除

く

損

失

要

素

残存カ

バーに

係る負

債合計

PAAを

用い

て測

定さ

れな

い

契約

PAAを用いて測定される

契約

損失要

素を除

く

損

失

要

素

残存カ

バーに

係る負

債合計

PAAを

用いて

測定さ

れない

契約

PAAを用いて測定される契

約

将来

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

の現

在価

値の

見積

り

非

金

融

リ

ス

ク

の

リ

ス

ク

調

整

PAA

を用

いて

測定

され

る契

約合

計

発生

保険

金に

係る

負債

合計

将来

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

の現

在価

値の

見積

り

非

金

融

リ

ス

ク

の

リ

ス

ク

調

整

PAAを

用い

て測

定さ

れる

契約

合計

発生保

険金に

係る負

債合計

発行

され

た保

険契

約の

期首

正味

帳簿

価額

337,1

08

16

4

337,2

72
5,575

5,46

1

14

4

5,60

5

11,18

0

348,4

52

319,7

90
91

319,8

81
6,338

4,91

6

13

3

5,05

0

11,38

7

331,2

68

資産

であ

る発

行し

た保

険契

約

ポー

ト

フォ

リオ

の期

首帳

簿価

額

- - - - - - - - - - - - - - - - - -

負債

であ

る発

行し

た保

険契

約

ポー

ト

フォ

リオ

の期

首帳

簿価

額

337,1

08

16

4

337,2

72
5,575

5,46

1

14

4

5,60

5

11,18

0

348,4

52

319,7

90
91

319,8

81
6,338

4,91

6

13

3

5,05

0

11,38

7

331,2

68

保険

収益

(14,09

0)
 

(14,09

0)
     

(14,09

0)

(13,45

4)
 

(13,45

4)
     

(13,45

4)
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保険

サー

ビス

費用

1,844
(29

)
1,815 3,801

4,99

7
12

5,00

9
8,810

10,62

5
1,788 68 1,857 3,735

4,80

1
8

4,80

9
8,544

10,40

0

発生

保険

金

（投

資要

素を

除

く。

）お

よび

その

他の

発生

した

保険

サー

ビス

費用

8 10 18 3,893
5,20

7
53

5,26

0
9,153 9,171 -

(41

)
(41) 3,797

4,86

3
53

4,91

6
8,713 8,672

保険

獲得

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

の償

却費

1,836  1,836      1,836 1,788  1,788      1,788

発生

保険

金に

係る

負債

に関

連す

る履

行

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

の変

動

   (92) (210)
(41

)
(251) (343) (343)    (62) (62)

(45

)
(107) (169) (169)

不利

な契

約グ

ルー

プの

損失

およ

び当

該損

失の

戻入

 
(39

)
(39)      (39)  

10

9
109      109

保険

サー

ビス

利益

(12,24

6)

(29

)

(12,27

5)
3,801

4,99

7
12

5,00

9
8,810

(3,465

)

(11,66

6)
68

(11,59

8)
3,735

4,80

1
8

4,80

9
8,544

(3,054

)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 706/1736



保険

金融

収益

また

は保

険金

融費

用

12,03

7
1

12,03

8
68 146 4 150 218

12,25

6

20,77

5
1

20,77

7
57 157 4 161 218

20,99

4

純損

益お

よび

その

他の

包括

利益

に認

識さ

れた

変動

合計

(209)
(28

)
(237) 3,869

5,14

3
16

5,15

9
9,028 8,791 9,109 69 9,178 3,792

4,95

8
12

4,97

0
8,762

17,94

0

投資

要素

(26,63

4)
 

(26,63

4)

26,63

4
-   

26,63

4
-

(26,95

4)
 

(26,95

4)

26,95

4
-   

26,95

4
-

その

他の

変動

(20) 1 (19) (21) (9) (2) (11) (32) (51) (64) 4 (60) (5) (20) (1) (21) (26) (86)

当期

にお

ける

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

41,12

8
 

41,12

8

(30,70

3)

(4,76

5)
-

(4,76

5)

(35,46

8)
5,660

35,22

7
 

35,22

7

(31,50

4)

(4,39

3)
-

(4,39

3)

(35,89

7)
(670)

発行

され

た保

険契

約に

係る

受取

保険

料

42,37

5
 

42,37

5
     

42,37

5

36,63

0
 

36,63

0
     

36,63

0

保険

獲得

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

(1,247

)
 

(1,247

)
 (14)  (14) (14)

(1,261

)

(1,403

)
 

(1,403

)
 (13)  (13) (13)

(1,416

)
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発行

され

た保

険契

約に

係る

発生

保険

金お

よび

その

他の

保険

サー

ビス

費用

の支

払額

（保

険獲

得

キャ

ッ

シュ

・フ

ロー

を除

く。

投資

要素

を含

む。

）

   
(30,70

3)

(4,75

1)
 

(4,75

1)

(35,45

4)

(35,45

4)
   

(31,50

4)

(4,38

0)
 

(4,38

0)

(35,88

5)

(35,88

4)

発行

され

た保

険契

約の

期末

正味

帳簿

価額

351,3

73

13

7

351,5

10
5,354

5,83

0

15

8

5,98

8

11,34

2

362,8

52

337,1

08

16

4

337,2

72
5,575

5,46

1

14

4

5,60

5

11,18

0

348,4

52

資産

であ

る発

行し

た保

険契

約

ポー

ト

フォ

リオ

の期

末帳

簿価

額

(492) - (492) 482 - - - 482 (10) - - - - - - - - -
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負債

であ

る発

行し

た保

険契

約

ポー

ト

フォ

リオ

の期

末帳

簿価

額

351,8

65

13

7

352,0

02
4,872

5,83

0

15

8

5,98

8

10,86
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発行された保険契約の期首残高から期末残高への調整表（保険料配分アプローチを用いて測定されていない
契約の測定要素別）
 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービ

ス・

マージン

合計

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービス・

マージン

合計

発行された保険契約の期首正味

帳簿価額
313,591 3,165 25,605 342,361 298,690 3,522 23,597 325,809

資産である発行した保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
- - - - - - - -

負債である発行した保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
313,591 3,165 25,605 342,361 298,690 3,522 23,597 325,809

将来のサービスに関連する変動 (4,319) 347 3,934 (38) (4,302) (90) 4,496 104

契約上のサービス・マージンを

調整する見積りの変動
(1,371) 61 1,310 - (1,731) (325) 2,056 -

契約上のサービス・マージンを

調整しない見積りの変動
(52) 6  (46) 89 (3)  86

当期中に当初認識された契約の

影響
(2,896) 280 2,624 8 (2,660) 238 2,440 18

現在のサービスに関連する変動 36 (281) (2,503) (2,748) 83 (306) (2,549) (2,772)

サービスの移転を反映して純損

益に認識された契約上のサービ

ス・マージン

  (2,503) (2,503)   (2,549) (2,549)

将来のサービスまたは過去の

サービスに関連しない非金融リ

スクのリスク調整の変動

 (281)  (281)  (306)  (306)

実績調整額（非金融リスクのリ

スク調整額を除く。）
36   36 83   83

過去のサービスに関連する変動 (86) (6)  (92) (60) (2)  (62)

発生保険金に関連する履行

キャッシュ・フローの変動

(86) (6)
 (92) (60) (2)  (62)

保険サービス利益 (4,369) 60 1,431 (2,878) (4,279) (398) 1,947 (2,730)

保険金融収益または保険金融費

用

12,009 24 73 12,106
20,726 43 64 20,833

純損益およびその他の包括利益

に認識された変動合計
7,640 84 1,504 9,228 16,447 (355) 2,011 18,103

その他の変動 (43) (1) 5 (39) (60) (2) (3) (65)

当期におけるキャッシュ・フ

ロー
4,812   4,812 (1,486)   (1,486)

発行された保険契約に係る受取

保険料
36,176   36,176 30,862   30,862

保険獲得キャッシュ・フロー (661)   (661) (845)   (845)

発行された保険契約に係る発生

保険金およびその他の保険サー

ビス費用の支払額（保険獲得

キャッシュ・フローを除く。投

資要素を含む。）

(30,703)   (30,703) (31,503)   (31,503)

発行された保険契約の期末正味

帳簿価額
325,998 3,250 27,114 356,362 313,591 3,165 25,605 342,361

資産である発行した保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
(10) - - (10) - - - -

負債である発行した保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
326,008 3,250 27,114 356,372 313,591 3,165 25,605 342,361
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保有している再保険契約の帳簿価額の期首残高から期末残高への調整（資産の種類別）
 
 2024年12月31日 2023年12月31日

 
残存カバーに係

る資産
発生保険金に係る資産

合計

残存カバーに係る

資産
発生保険金に係る資産

合計

（百万ユー

ロ）

損失

回収

を除

く

損

失

回

収

残存

カ

バー

に係

る資

産合

計

PAAを

用い

て測

定さ

れな

い契

約

PAAを用いて測定さ

れる契約

発生

保険

金に

係る

資産

合計

損失回

収を除

く

損

失

回

収

残存

カ

バー

に係

る資

産合

計

PAAを

用いて

測定さ

れない

契約

PAAを用いて測定さ

れる契約

発生

保険

金に

係る

資産

合計

将来

キャッ

シュ・

フロー

の現在

価値の

見積り

非

金

融

リ

ス

ク

の

リ

ス

ク

調

整

PAA

を用

いて

測定

され

る契

約合

計

将来

キャッ

シュ・

フロー

の現在

価値の

見積り

非金

融

リス

クの

リス

ク

調整

PAAを

用い

て測

定さ

れる

契約

合計

保有してい

る再保険契

約の期首正

味帳簿価額

289 3 292 35 667 23 690 725 1,017 76 5 81 104 676 24 700 804 886

資産である

保有してい

る再保険契

約ポート

フォリオの

期首帳簿価

額

372 3 375 28 667 23 690 718 1,093 221 5 226 51 676 24 700 752 977

負債である

保有してい

る再保険契

約ポート

フォリオの

期首帳簿価

額

(83) - (83) 7 - - - 7 (76) (145) - (145) 53 - - - 53 (92)

支払保険料

の配分
(565)  (565)    - - (565) (621)  (621)    - - (621)

再保険者か

ら回収した

金額

- - - 118 277 2 279 397 397 - (1) (1) 203 350 (3) 347 550 549

当期中の発

生保険金お

よびその他

の費用に関

して回収し

た金額

- - - 122 192 3 195 317 317 - - - 122 235 4 239 362 361

発生保険金

の資産に関

連する履行

キャッ

シュ・フ

ローの変動

  - (4) 85 (1) 84 80 80   - 81 115 (7) 108 189 189

潜在的に不

利な契約に

関連する損

失回収要素

の変動

 - -    - - -  (1) (1)    - - (1)
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保有してい

る再保険契

約の発行者

による債務

不履行リス

クの変動の

影響

- - - - - - - - - (2) - (2) - - - - - (2)

保有してい

る再保険契

約に関連す

る収益また

は費用

(565) - (565) 118 277 2 279 397 (168) (623) (1) (624) 203 350 (3) 347 550 (74)

保有してい

る再保険契

約に関連す

る保険金融

収益または

保険金融費

用

22 - 22 2 19 1 20 22 44 47 - 47 1 26 1 27 28 75

純損益およ

びその他の

包括利益に

認識された

変動合計

(543) - (543) 120 296 3 299 419 (124) (576) (1) (577) 204 376 (2) 374 578 1

投資要素 (37)  (37) 35 2  2 37 - (6)  (6) 4 2  2 6 -

その他の変

動
(9) - (9) (16) 10 - 10 (6) (15) 31 (1) 30 44 115 1 116 160 190

当期におけ

るキャッ

シュ・フ

ロー

462  462 (162) (227) - (227) (389) 73 764  764 (321) (502) - (502) (823) (59)

保有してい

る再保険契

約に係る支

払保険料

462  462    - - 462 764  764    - - 764

再保険者か

ら回収した

金額（投資

要素を含

む。）

  - (162) (227)  (227) (389) (389)   - (321) (502)  (502) (823) (823)

保有してい

る再保険契

約の期末正

味帳簿価額

162 3 165 12 748 26 774 786 951 289 3 292 35 667 23 690 725 1,017

資産である

保有してい

る再保険契

約ポート

フォリオの

期末帳簿価

額

233 3 236 11 748 26 774 785 1,021 372 3 375 28 667 23 690 718 1,093

負債である

保有してい

る再保険契

約ポート

フォリオの

期末帳簿価

額

(71) - (71) 1 - - - 1 (70) (83) - (83) 7 - - - 7 (76)
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保有している再保険契約の帳簿価額の期首残高から期末残高への調整（保険料配分アプローチを用いて測定
されていない契約の測定要素別）
 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービ

ス・

マージン

合計

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービス・

マージン

合計

保有している再保険契約の期首正味帳

簿価額
(193) 111 213 131 (226) 103 251 128

資産である保有している再保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
80 53 74 207 75 46 99 220

負債である保有している再保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
(273) 58 139 (76) (301) 57 152 (92)

将来のサービスに関連する変動 (13) 7 6 - (101) 15 86 -

契約上のサービス・マージンを調整す

る見積りの変動
(2) 3 (1) - (90) 11 79 -

契約上のサービス・マージンを調整し

ない見積りの変動
- -  - - -  -

契約上のサービス・マージンを調整す

る潜在的に不利な契約の損失回収要素

における増加額

  - -   - -

当期中に当初認識された契約の影響 (11) 4 7 - (11) 4 7 -

現在のサービスに関連する変動 (3) (13) (35) (51) (4) (15) (130) (149)

受取サービスを反映して純損益に認識

された契約上のサービス・マージン
  (35) (35)   (130) (130)

支払保険料の配分から除外された損失

回収要素の戻入
  - -   - -

将来のサービスまたは過去のサービス

に関連しない非金融リスクのリスク調

整の変動

 (13)  (13)  (15)  (15)

実績調整額（非金融リスクのリスク調

整額を除く。）
(3)   (3) (4)   (4)

過去のサービスに関連する変動 (4) -  (4) 81 -  81

発生保険金に関連する履行キャッ

シュ・フローの変動
(4) -  (4) 81 -  81

保有している再保険契約の発行者によ

る債務不履行リスクの変動の影響
-   - (2)   (2)

保有している再保険契約に関連する収

益または費用
(20) (6) (29) (55) (26) - (44) (70)

保有している再保険契約に関連する保

険金融収益または保険金融費用
11 4 9 24 33 6 10 49

純損益およびその他の包括利益に認識

された変動合計
(9) (2) (20) (31) 7 6 (34) (21)

その他の変動 (14) - (1) (15) 97 2 (4) 95

当期におけるキャッシュ・フロー 51   51 (71)   (71)

保有している再保険契約に係る受取保

険料
208   208 250   250

再保険者から回収した金額（投資要素

を含む。）
(157)   (157) (321)   (321)

保有している再保険契約の期末正味帳

簿価額
(165) 109 192 136 (193) 111 213 131

資産である保有している再保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
93 54 59 206 80 53 74 207

負債である保有している再保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
(258) 55 133 (70) (273) 58 139 (76)
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当期中に当初認識された契約の影響

当期中に当初認識された、発行された保険契約および保有している再保険契約（PAAモデルを用いて測定さ

れない契約については）の貸借対照表に対する影響は下表に表示されている。

 

 2024年12月31日

 保険契約 再保険契約

（百万ユーロ）

発行された契約 獲得した契約

合計
加入した

契約

獲得した

契約
合計不利でな

い契約

不利な

契約

不利でな

い契約

不利な

契約

将来キャッシュ・インフローの現

在価値の見積り
(31,442) (348) - - (31,790) (59) - (59)

将来キャッシュ・アウトフローの

現在価値の見積り
28,556 338 - - 28,894 70 - 70

保険獲得キャッシュ・フロー 589 110 - - 699    

保険金およびその他の直接帰属

する費用
27,967 228 - - 28,195    

非金融リスクのリスク調整 262 18 - - 280 (4) - (4)

契約上のサービス・マージン 2,624  -  2,624 (7) - (7)

当期中に当初認識された契約の影

響
- 8 - - 8 - - -

 

 2023年12月31日

 保険契約 再保険契約

（百万ユーロ）

発行された契約 獲得した契約

合計
加入した

契約

獲得した

契約
合計不利でな

い契約

不利な

契約

不利でな

い契約

不利な

契約

将来キャッシュ・インフローの現

在価値の見積り
(26,229) (1,590) - - (27,819) (13) - (13)

将来キャッシュ・アウトフローの

現在価値の見積り
23,563 1,596 - - 25,159 24 - 24

保険獲得キャッシュ・フロー 824 225 - - 1,049    

保険金およびその他の直接帰属

する費用
22,739 1,371 - - 24,110    

非金融リスクのリスク調整 226 12 - - 238 (4) - (4)

契約上のサービス・マージン 2,440  -  2,440 (7) - (7)

当期中に当初認識された契約の影

響
- 18 - - 18 - - -

 

報告期間末における、残存する契約上のサービス・マージンの純利益への認識の見積り

報告期間末における、残存する契約上のサービス・マージンの利益への認識の見積りの内訳は、下表に表

示されている。

 

 2024年12月31日

（百万ユーロ） 5年以内 5年超10年以内 10年超 合計

契約上のサービス・マージン－発行された保険契

約
8,547 5,677 12,890 27,114

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ） 5年以内 5年超10年以内 10年超 合計

契約上のサービス・マージン－発行された保険契

約
8,722 5,672 11,211 25,605

 

保険金請求手続
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保険金請求の変遷（再保険総額）

実際の保険金支払額は、2024年12月31日現在の再保険総額ベースで、以下の保険金請求の手続において、

その割引前の事前の見積金額と比較される。

 

（百万ユーロ） 5年前 4年前 3年前 2年前 1年前 当年度 合計

最終的な保険支払額の見積り（再保険

総額、割引前）
       

発生年度末時点 2,868 2,768 3,198 3,997 4,321 4,520  

1年後 2,887 2,752 3,249 4,113 4,029   

2年後 2,934 2,757 3,218 4,153    

3年後 2,921 2,714 3,182     

4年後 2,902 2,675      

5年後 2,884       

保険金請求総数に対する支払合計 2,561 2,330 2,716 3,248 3,108 2,161 16,124

発生保険金に係る負債（総額、割引前

－発生年度の5年前から当年度）
323 345 466 905 921 2,359 5,319

発生保険金に係る負債（総額、割引前

－発生年度の5年超前）
      1,311

割引の効果       (804)

非金融リスクに係るリスク調整の効果       158

発生保険金に係る負債（総額）       5,984

 

保険金請求の手続（再保険控除後）

実際の保険金支払額は、2024年12月31日現在の再保険控除後ベースで、以下の保険金請求の手続におい

て、その割引前の事前の見積金額と比較される。

 

（百万ユーロ） 5年前 4年前 3年前 2年前 1年前 当年度 合計

最終的な保険支払額の見積り（再保険控

除後、割引前）
       

発生年度末時点 2,694 2,618 3,058 3,512 4,235 4,371  

1年後 2,730 2,588 3,113 3,478 3,868   

2年後 2,768 2,585 3,084 3,433    

3年後 2,744 2,543 3,030     

4年後 2,728 2,495      

5年後 2,707       

純保険金請求に対する支払合計 2,422 2,199 2,586 2,922 3,038 2,159 15,326

発生保険金に係る負債（純額、割引前－

発生年度の5年前から当年度）
285 296 444 511 830 2,212 4,578

発生保険金に係る負債（純額、割引前－

発生年度の5年超前）
      1,225

割引の効果       (733)

非金融リスクに係るリスク調整の効果       132

発生保険金に係る負債（純額）       5,202

 

当該基準の移行規定に基づき、当行グループはIFRS第17号の初度適用年度の年次報告期間末よりも5年超前

の発生保険金（すなわち、2019年よりも前に発生した保険金）の変遷に係る未報告の情報は開示していな

い。

 

保険契約－移行期の金額

IFRS第17号の移行規定においては、IFRS第17号の適用による会計方針の変更は、実務上可能な場合は、移

行日に完全遡及アプローチを用いて適用しなければならない。完全遡及アプローチに基づき、当行グループ

は、移行日（2022年1月1日）に以下を行わなければならない。
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・IFRS第17号をこれまで適用していたかのように、各保険契約グループを識別し、認識し、測定するこ

と。

・IFRS第17号をこれまで適用していたかのように、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産（もしあれ

ば）を識別し、認識し、測定すること（ただし、移行日以前の回収可能性の評価を行うことは要求され

ない。）。

・IFRS第17号をこれまで適用していたならば存在しなかったであろう残高の認識を中止すること。

・結果として生じる正味差異を株主持分に計上すること。

保険契約グループまたは保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の測定において、同基準の遡及適用が実

務上不可能な場合に限り、当行グループは、同基準の移行規定に定められる2つの代替アプローチ（修正遡及

アプローチまたは公正価値アプローチ）のいずれかを選択できる。

移行日である2022年1月1日に、当行グループは、直近の損害保険契約（PAAモデルに従って測定）およびク

レディ・アグリコル・アシュランス・ルトレット（年金保険）一般基金の年金保険契約の測定に、完全遡及

アプローチを適用した。

当行グループは、移行日現在において認識する保険契約グループの測定に、修正遡及アプローチを使用し

た。当行グループは、公正価値アプローチは使用していない。当行グループは、同基準の完全遡及適用に必

要なすべての情報（収集されたデータのみならず、過去の会計期間になされた仮定や見積り）を入手できな

いために、関連する契約グループについて完全遡及アプローチの適用が実務上不可能であると判断した。

修正遡及アプローチ（MRA）は、過度なコストや労力をかけずに入手可能な合理的かつ裏付け可能な情報を

用いて、可能な範囲で完全遡及適用に最も近い結果を達成することを目的としている。

そのため、このアプローチは、いくつかの領域における修正を含んでいる。これらの修正は、完全遡及ア

プローチを適用するために必要な合理的かつ裏付け可能な情報を入手できない場合に限り使用することがで

きる。

当行グループが移行日現在の一部の契約グループの測定に使用した修正遡及アプローチに対する主な変更

点は、以下のとおりである。

・保険契約グループの識別、およびどの契約が直接連動有配当保険契約に該当するかの判断を、移行日現

在の入手可能な情報に基づき行うこと。

・グループを、発行時点が1年超離れた保険契約を含まないグループにするという規定を適用しないこと。

・移行日現在の直接連動有配当保険契約以外の保険契約グループのCSM（または損失要素（もしあれば））

については、特に以下のとおり決定すること。

・当初認識日の将来キャッシュ・フローの見積りは、移行日における将来キャッシュ・フローの金額

を、当初認識日から移行日までの間に発生したことが判明しているキャッシュ・フローで調整した金

額とする。

・当初認識日に適用される割引率は、移行日におけるグループ内の契約の平均年数に対応して見積もっ

たイールド・カーブを用いて決定する。

・当初認識日における非金融リスクに係る調整は、移行日における非金融リスクに係る調整に予想され

る移行日前のリスク解放額を調整して決定する。

・上記で決定した当初認識日における割引率を、CSMに係る利息計上に使用する。

・移行日前のサービスの移転により純損益に認識するCSMの金額は、当該日における残存カバー単位を移

行日前の契約グループに基づいて提供されたカバー単位と比較して決定する。

・移行日現在の直接連動有配当保険契約グループのCSM（または損失要素（もしあれば））については、当

該契約グループに基づいて提供されるすべてのサービスについてのCSMの合計の代理数値（移行日現在の

基礎となる項目の公正価値から履行キャッシュ・フローを控除し、当該日より前に保険契約者に請求し

た金額、当該日より前に支払った金額のうち基礎となる項目に基づいて変動しなかったであろう金額、

当該日より前のリスクからの解放により生じた非金融リスクに係るリスク調整の変動、および移行日よ
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り前に発生した保険獲得キャッシュ・フローのうちグループに配分した金額を調整後）を計算し、当該

金額から当該日より前に提供されたサービスに関連するCSMの金額を控除して決定する。

・OCIオプションを適用する場合には、移行日現在の株主持分に認識する保険金融収益または保険金融費用

の累積額を、以下のとおり決定する。

・直接連動有配当保険契約以外の保険契約グループについては、上記で決定した当初認識日における割

引率を使用するか、またはゼロとみなす。

・企業が基礎となる項目を保有する直接連動有配当保険契約については、基礎となる項目について株主

持分に計上された累積額と同額とみなす。

移行日において、当行グループは、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の識別および測定に、修正遡

及アプローチも公正価値に基づくアプローチも適用しなかった。

 

契約上のサービス・マージンの期首から期末残高への調整－発行した保険契約

移行日に使用された測定アプローチによる発行した保険契約の契約上のサービス・マージンの期首から期

末残高への調整は、下表に示されている。

 

 2024年12月31日

 

移行日に認識された保険契約

移行日後に

認識された

保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

保険契約

期首における契約上のサービス・マージン 508 20,686 - 4,411 25,605

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

508 20,686 - 4,411 25,605

将来のサービスに関連する変動 268 794 - 2,872 3,934

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
268 794 - 248 1,310

当期において当初認識された契約の影響    2,624 2,624

当期中のサービスに関連する変動 (39) (1,913) - (551) (2,503)

サービスの移行を反映するために純損益に

認識された契約上のサービス・マージン
(39) (1,913) - (551) (2,503)

保険サービスの業績 229 (1,119) - 2,321 1,431

保険金融収益または保険金融費用 - 52 - 21 73

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
229 (1,067) - 2,342 1,504

その他の変動 - (9) - 14 5

期末における契約上のサービス・マージン 737 19,610 - 6,767 27,114

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

737 19,610 - 6,767 27,114

 

 2023年12月31日
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移行日に認識された保険契約

移行日後に

認識された

保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

保険契約

期首における契約上のサービス・マージン 856 20,456 - 2,285 23,597

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

856 20,456 - 2,285 23,597

将来のサービスに関連する変動 (313) 2,376 - 2,433 4,496

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
(313) 2,376 - (7) 2,056

当期において当初認識された契約の影響    2,440 2,440

当期中のサービスに関連する変動 (35) (2,197) - (317) (2,549)

サービスの移行を反映するために純損益に

認識された契約上のサービス・マージン
(35) (2,197) - (317) (2,549)

保険サービスの業績 (348) 179 - 2,116 1,947

保険金融収益または保険金融費用 - 55 - 9 64

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
(348) 234 - 2,125 2,011

その他の変動 - (4) - 1 (3)

期末における契約上のサービス・マージン 508 20,686 - 4,411 25,605

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

508 20,686 - 4,411 25,605

 

保険収益

移行日に使用された測定アプローチにおける（発行した保険契約に係る）保険収益の内訳は、上記の本注

記中の「保険収益」の項に示されている。

 

契約上のサービス・マージンの期首から期末残高への調整－保有している再保険契約

移行日に使用された測定アプローチにおける保有している再保険契約の契約上のサービス・マージンの期

首から期末残高への調整は、下表に示されている。

 

 2024年12月31日

 

移行日に認識された再保険契約

移行日後に

認識された

再保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

再保険契約

期首における契約上のサービス・マージン - 203 - 10 213

資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 66 - 8 74

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 137 - 2 139
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将来のサービスに関連する変動 - (4) - 10 6

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
- (4) - 3 (1)

契約上のサービス・マージンを調整する不

利な元受契約の損失回収要素における増加
- - - - -

当期において当初認識された契約の影響    7 7

当期中のサービスに関連する変動 - (32) - (3) (35)

受領したサービスを反映するために純損益

に認識された契約上のサービス・マージン
- (32) - (3) (35)

支払保険料の配分から除外された損失回収

要素の戻入
- - - - -

保有している再保険契約による収益または

費用
- (36) - 7 (29)

保有している再保険契約に関連する保険金

融収益または保険金融費用
- 7 - 2 9

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
- (29) - 9 (20)

その他の変動 - 2 - (3) (1)

期末における契約上のサービス・マージン - 176 - 16 192

資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 46 - 13 59

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 130 - 3 133

 

 2023年12月31日

 

移行日に認識された再保険契約

移行日後に

認識された

再保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

再保険契約

期首における契約上のサービス・マージン - 244 - 7 251

資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 94 - 5 99

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 150 - 2 152

将来のサービスに関連する変動 - 78 - 8 86

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
- 78 - 1 79

契約上のサービス・マージンを調整する不

利な元受契約の損失回収要素における増加
- - - - -

当期において当初認識された契約の影響    7 7

当期中のサービスに関連する変動 - (125) - (5) (130)

受領したサービスを反映するために純損益

に認識された契約上のサービス・マージン
- (125) - (5) (130)

支払保険料の配分から除外された損失回収

要素の戻入
- - - - -

保有している再保険契約による収益または

費用
- (47) - 3 (44)

保有している再保険契約に関連する保険金

融収益または保険金融費用
- 10 - - 10

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
- (37) - 3 (34)

その他の変動 - (4) - - (4)

期末における契約上のサービス・マージン - 203 - 10 213
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資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 66 - 8 74

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 137 - 2 139

 

FVOCIで測定する金融資産のOCIとして表示される累計額の調整

IFRS第17号への移行時において、当行グループは、一部の契約グループに修正遡及アプローチを適用する

ことにより、2022年1月1日現在OCIに認識される保険金融収益または保険金融費用の累計額を決定した。

これらの契約グループに関連する、OCIに認識されるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資

産の累計額の調整は、下表に示されている。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

その他の包括利益に含まれる累計額の期首残高 (9,610) (17,089)

当期中の変動 212 7,479

その他の包括利益に含まれる累計額の期末残高 (9,398) (9,610)

 

金融商品および保険契約から生じるリスク

リスク管理は、当行グループの経済モデルの不可欠な一部である。当行グループは、その業務に関連する

リスクの特定、評価、統制および監督を目的としたガバナンスおよびリスク管理システムを構築し、実施し

ている。当行グループは、当該ガバナンスおよび枠組みに依拠することにより、保険契約者、顧客および債

権者に対する義務を履行し、資本を効果的に管理し、適用される法令を遵守することを目指している。

クレディ・アグリコル・エス・エーにおける一般的なリスク管理の枠組みは、「第3　事業の状況－1　経

営方針、経営環境及び対処すべき課題等－2．リスク管理」に記載されている。

IFRS第7号の適用範囲に含まれる金融商品から生じるリスクの性質および範囲に関する情報、IFRS第17号の

適用範囲に含まれる契約から生じるリスクに関する情報、ならびにこれらのリスクの管理方法に関する情報

を本注記に記載する。

金融商品および保険契約から生じるリスク変数の変動に関する感応度分析も本注記に記載する。

当行グループは、保険契約および投資契約（注記1中の「会計方針および会計原則」および上記の注記5.3

の「保険契約および再保険契約」の項を参照。）を発行している。これらの契約から生じる引受リスクおよ

び財務リスクの性質と程度は、個別の契約の特性によって決まる。リスクは、関連する再保険契約により軽

減されるリスクおよび保険負債の決済資金として保有される金融資産から生じるリスクに関して、リスク管

理の目的で評価される。特定の期間における利益および持分が財務リスクに対して感応度がどの程度あるか

は、それらが経済的にヘッジされたかまたは保険契約者によって負担された程度および当行グループが採用

した会計方針に固有の会計上の差異の程度によって異なる。

当行グループの保険業務の多様さを考慮すると、当行グループはその様々な契約から生じる以下のリスク

にさらされている。

・引受リスク

・保険リスク（死亡リスク、罹患リスク、高齢化リスク、損害保険の保険金の変動リスクなど。）

・費用リスク

・保険契約者の行動に関連するリスク（解約リスクを含む。）

・財務リスク

・以下の3種類のリスクを含む、市場リスク

－金利リスク

－価格リスク

－外国為替リスク
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・信用リスク

・流動性リスク

 

引受リスク

クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス国内外の子会社を通じて、貯蓄および退職年金、死亡お

よび身体障害/所得補償/団体保険ならびに損害保険業務を行っている。

これらの業務により、当行グループは、以下を含む引受リスクにさらされている。

・保険リスク：保険契約者から当行グループに移転される財務リスク以外のリスクであって、不確実な将

来事象の補償ならびにその結果として生じる保険金請求の発生、金額および時期に関して内在する不確

実性から生じるもの。

・保険契約者の行動に関連するリスク：解約リスクを含む。

・費用リスク：保険事故に関連する費用ではなく、契約の管理に関連する管理費用が想定外に増加するリ

スク。

IFRS第17号に従った当行グループのコミットメントに対する引当金に関する会計原則については、上記の

注記1.2「会計方針および会計原則」の「保険契約」の項に詳述されている。

当行グループが実施する引受リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

当行グループの目的は、当行グループが発行する保険契約および再保険契約に関連する負債をカバーでき

る十分な資源を保有することである。リスク・エクスポージャーは、保険業務の多様化と、当行グループの

引受戦略に定められたガイドラインに従った厳格な引受の両方によって軽減されている。リスク管理では、

再保険による出再などの引受リスク軽減策も考慮されている。

貯蓄業務に関しては、主な引受リスクは解約リスクである。これは、金利が大幅に上昇する中、現金が不

足している状況で損失が生じている債券資産を処分して損失が実現することに反映される。流動性が低下し

た資産の割合は、解約と同様に監視されている。

解約リスクは、保険契約者の行動の監視、保険契約者のロイヤリティの構築を目的とした競争力のある保

険契約者への利益分配方針、特に準備金の管理における健全な財務方針、および、程度は低いものの、適切

な場合における解約違約金の使用（そのオプションが情報リーフレットに含まれていることを条件とす

る。）により制御されている。

特に、2022年度以降、解約率は、複数のレベルでより詳細に監視されている。

・関連事業体：解約額および解約率は、循環的または構造的な偏差を検知するために関連事業体により定

期的に監視され、当該事業体のガバナンス組織に報告されている。

・解約率は、市場における解約率との比較により四半期ごとに監視されている。

2023年度以降、ユニット・リンク契約（運用成績、不動産ファンド、流動性が低下した資産、全般的な資

産残高など）および不動産市場の状況の監視の一環として、毎月レポートが提供されている。

貯蓄業務もまた、保険リスク、特に死亡リスク（保険契約者が予想より早く死亡するリスク）にさらされ

ている。実際、マルチサポート契約の一部には、保険契約者の死亡時に保険会社が受益者に対して最低資本

額（すなわち、最低保証）を支払うことの保証が含まれている。

退職年金業務に関しては、主な保険リスクは、年金を受給する段階で生じる高齢化リスク（保険契約者が

予想より遅く死亡するリスク）である。

死亡および身体障害ならびに所得補償業務に関しては、当行グループは主に保険のバイオメトリック・リ

スク（特に死亡、高齢化、罹患、就労不能および障害）にさらされている。

損害保険業務に関しては、当行グループがさらされる主なリスクは、保険金請求の頻度と程度に関する不

確実性である。これらのリスクは、保障される資産の性質およびリスクが引き受けられる地理的な位置に影

響される。

重大な結果をもたらす可能性がある保険金請求には、異常気象（洪水、干ばつ、火災、暴風雨、地震な

ど）に起因する保険金請求と、個人からの多額の保険金請求（「高額」請求）の2種類がある。
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さらに、気候リスクの上昇によりモデルの仮定が大幅に不確実になり、潜在的に予測よりも多くの重大な

保険金請求が引き起こされ、価格設定が不適切なものになるなどの可能性がある。このリスクおよび保険金

請求額の変動は、再保険プログラムによって、さらに株主持分の保護と収益の変動抑制を目的とした保険リ

ンク証券（CAT債などのILS）によっても軽減されている。

気候に関する請求の予算および高額請求に関する予算の消費の監視は、損害保険ならびに団体の死亡およ

び身体障害保険のポートフォリオの保険リスクを管理する方法の1つである。

すべての業務に関して、引受リスクは、一方では引受方針の多様化によって、他方では主要なリスク事象

（暴風雨、ひょう嵐、自然災害など）による財務上の影響を制限するために再保険を利用することによって

管理されており、再保険方針ではこの側面を考慮に入れている。

これらのリスクをリスク選好の枠組み内に維持するため、クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下を

確保するようにしている。

・適切な引受（および価格設定）方針

・引受方針を調整する銀行ネットワークおよび財務パートナー

・専属の保険金請求管理ユニットまたはフランス国内もしくは多国間組織により実施されるか、または地

域のサービス提供者に委任される保険金請求の管理方針

当行グループの業務に関しては、引受方針に、補償対象のリスク、引受条件（対象顧客、免責）および価

格設定基準（特に国内外のデータや実績に基づき使用される統計表）が定められている。

販売パートナーについては、引受方針に、（当行グループのリスク選好の枠組みを尊重しつつ、契約ポー

トフォリオ内での適切なリスクの選択およびプールの確保により技術的マージンを最適化することを目的と

した）リスク受入れの枠組みが定められている。価格設定のルールおよび手続も正式に定められている。

引受方針に加えて、各事業体は、関連するリスクを効果的に統制するための引当方針を適用している。

保険支払額（支払額および引当額）と既経過保険料の比率は、損害保険ならびに死亡および身体障害／所

得補償保険のポートフォリオにおける引受リスクを監視するための主要な指標である。各事業体について、

警告閾値が設定されており、中立シナリオに基づく目標比率と比較される。

最終的に、当行グループは、そのすべての業務について、費用のリスク、すなわち、（営業費用および代

理店に支払う手数料などの）契約の管理に関連する管理費が想定外に増加するリスクにさらされている。本

リスクは、予算編成および定期的な費用の評価を通じて管理されている。

当行グループの引受リスクの地理的な分布については、主にフランスおよびイタリアの市場にエクスポー

ジャーがあり、2024年12月31日現在、それぞれ保険料収入（総発行保険料）の83.9％および10.9％、ならび

に保険契約の帳簿価額の90.2％および6.7％を占めている。

業務内容に関しては、貯蓄および退職年金業務が、2024年12月31日現在、収益の74％を占めている。損害

保険ならびに死亡および身体障害／所得補償／団体保険業務が、2024年12月31日現在、それぞれ保険料収入

の14％および12％を占めている。

損害保険では、以下によりリスクの集中が生じる場合があり、単一の保険金請求において支払われる負債

が合算されることになる。

・引受の集中（1社以上の当行グループの事業体が同一のリスクについて保険契約を引き受けている場

合）。

・保険金請求の集中（1社以上の当行グループの事業体が、同一の損害事象または同一の根本原因から生じ

る保険金請求によって影響を受ける可能性がある、異なるリスクについて契約を引き受けている場

合）。

このリスクは、上記に詳述されている、引受方針および再保険の利用によりカバーされている。

 

感応度分析

下表は、報告期間末における主な保険リスク変数（すなわち、死亡リスクおよび損害保険の保険金の変

動）の合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および資本への影響を示したものである。この分析は、他の
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変数がすべて変わらないと仮定した場合の、保有する再保険契約によるリスク軽減前後の感応度を示してい

る。

実際には、最終的な影響は変数の相関に大きく左右されるが、各変数の変動に関連する影響を実証するに

は、変数を個別に変更する必要がある。

感応度は、死亡リスクが10％増加／減少し、保険金が5％増加／減少するという仮定（最善の見積り）に基

づいている。

当期純利益および資本への影響は、繰延税金控除後の金額で表示されている。

 

（百万ユーロ）

 

2024年12月31日

CSMへの影響 純損益への影響 資本への影響

再保険総額
再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後

死亡
10％増加 (427) (468) 4 (23) 12 (14)

10％減少 461 510 21 3 10 (8)

請求実績の変動
5％増加   (228) (197) (221) (193)

5％減少   220 190 214 186

 

（百万ユーロ）

 

2023年12月31日

CSMへの影響 純損益への影響 資本への影響

再保険総額
再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後

死亡
10％増加 (411) (448) 4 - 6 10

10％減少 414 468 (7) (3) (4) (10)

請求実績の変動
5％増加   (210) (182) (202) (176)

5％減少   207 179 199 174

 

市場リスク

市場リスクとは、市場価格（たとえば、金利、為替レート、株価）の変動が、保険契約および再保険契約

の履行キャッシュ・フローおよび金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローに影響を及ぼすリスク

である。これには、金利リスク、外国為替リスクおよび価格リスクの3つのリスクが含まれる。

本リスクは、金融商品の公正価値または関連する将来キャッシュ・フローの変動性および市場リスク変数

の変動による保険契約の履行キャッシュ・フローの変動性から生じる。

フランスおよび海外（主にイタリア）では貯蓄／退職年金業務が圧倒的に多く、したがって、保険契約者

に対する義務を表す金融資産が非常に多額であることから、クレディ・アグリコル・グループは、子会社の

クレディ・アグリコル・アシュランスを通じて、特に市場リスクの影響を強く受ける。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、主に金利リスクならびに株式および、いわゆる「分

散型」の資産の価格リスクにさらされている。同グループの外国為替リスクに対するエクスポージャーはわ

ずかである。

市場リスクは、主に当行グループの資本性金融商品に対する投資、利付金融資産および利付金融負債なら

びに外貨建ての金融資産および金融負債から生じるが、これらのエクスポージャーの大部分は、保険契約お

よび再保険契約に対する同様のエクスポージャーによって相殺されている。

直接連動有配当保険契約（主に当行グループの貯蓄および退職年金事業に相当する。）については、市場

変数の変動による基礎となる項目の公正価値の変動が、対応する保険契約の価値に反映されている。した

がって、当行グループは主に、基礎となる項目の公正価値に対するその持分の変動に関して市場リスクにさ

らされている。

ユニット・リンク・コミットメント（2024年12月31日現在において103,304百万ユーロ相当）の場合、市場

リスクの大部分は保険契約者が負担し、保険契約者は原資産価値の変動リスクを直接負う。しかしながら、
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このリスクは手数料を控除するベースとなる残高に影響を及ぼすため、保険会社もこのリスクにさらされて

いる。

当行グループが実施する市場リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

市場リスク管理の目的は、市場リスクに対する利益を最適化しつつ、当該リスクに対するエクスポー

ジャーを許容範囲内に維持することである。

当行グループは、金融投資からのキャッシュ・フローと保険契約からのキャッシュ・フローを一致させつ

つ、長期的な投資利益率をリスク許容範囲内で最適化することを目的とした資産負債管理アプローチの一環

として、資産と負債の管理を行っている。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループの財務方針には、保険契約者のための利益追求、資産と

負債のバランス維持、および株主の利益管理の調整を目的とした、資産負債枠組みが含まれる。この枠組み

は、投資金額の特性、短期、中期および長期の制限および目標を特定するための「利益／リスク」の調査、

「ストレス・シナリオ」、および「リスク要因の感応度分析」と、環境および市場に関する機会および制限

を特定するための経済シナリオを伴う市場分析とに基づいている。

クレディ・アグリコル・アシュランスは、投資を健全に管理している。当行グループは、投資部門がクレ

ディ・アグリコル・アシュランスが定めたリスク選好の枠組みを考慮して行う分析、および外部の情報源

（金融機関、資産運用会社、格付機関）から提供される情報の両方に依拠している。

クレディ・アグリコル・アシュランスの投資部門は、それぞれの取締役会に提出され承認を受ける、当行

グループおよび子会社の（個別の資産負債管理制限および財務目標を考慮した）投資方針の策定および実施

監督に従事する。この権限をもって、同部門はアムンディに委託された投資運用サービス（運用マンデート

は各社が委託する。）を監視する。また、分散化方針の一環として、クレディ・アグリコル・アシュラン

ス・グループ会社に代わって直接（マンデートなしに）投資を行う（特に不動産）。

金融商品および保険契約から生じる市場リスクに関する情報は、市場リスクの種類ごとに下記に記載され

ている。

さらに、金融商品に関する市場リスクについて、金融商品の帳簿価額および公正価値の測定に関する定性

的情報については、上記の注記1中の「会計方針および会計原則」の「金融商品」の項に記載されている。金

融商品の帳簿価額に関する定量的情報については、上記の財務書類に対する注記5.3「保険事業の特徴」に記

載されている。金融商品の公正価値に関する定量的情報については、下記の財務書類に対する注記11.1「償

却原価で認識される金融資産および金融負債の公正価値」および注記11.2「公正価値で測定する金融商品に

関する情報」に記載されている。

 

金利リスク

金利リスクとは、市場金利の変動により、金融商品の公正価値もしくは将来キャッシュ・フローまたは保

険契約もしくは再保険契約の履行キャッシュ・フローが変動するリスクである。

当行グループの金利リスクに対するエクスポージャーは、負債性金融商品およびすべての保険契約に関連

している。当行グループの負債性金融商品に対するエクスポージャーは、本注記の「保険金融収益または保

険金融費用」の項に記載されている。

当行グループの保険契約に対するエクスポージャーは、本注記の「保険契約および再保険契約」の項に記

載されている。

当行グループは、負債性金融商品への投資が、当該投資の裏付けとなる保険契約の価値に比べ、金利の変

動による影響を受けやすいことから生じる金利リスクにさらされている。

保険契約に関連する感応度は、以下の影響から生じる。

直接連動有配当保険契約以外の保険契約（主に死亡および身体障害、所得補償ならびに損害保険事業に対

応する。）については、履行キャッシュ・フローは、報告期間末現在の実勢金利によって決まる割引率カー

ブを用いて割り引かれる。本リスクは主に、投資収益が保険からの金融収益または金融費用とどの程度一致

するかに関係するものである。
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直接連動有配当保険契約（主に貯蓄および退職年金事業に対応する。）については、保険契約の価値の変

動は、原金融資産の価値の変動を反映している。本リスクは主に、原金融資産の公正価値における保険会社

の持分の変動に関係するものである。

ユニット・リンク・コミットメントに関する金利リスクの大部分は保険契約者が負担する。一方、ユーロ

建ての保険契約については、保険契約者に支払われる最低保証利率により本リスクが高まる。

当行グループは、投資ポートフォリオの期間と保険契約の期間を一致させることを目的とした全般的な資

産負債管理手法の一環として金利リスクを管理している。この手法は、当行グループのリスク選好および地

域の規制上の制限を考慮しつつ、財務戦略、商業政策、会計上の考慮事項および業績という複数の側面を組

み合わせている。

当行グループは、リスクの制限および関連するガバナンス（「資産負債管理委員会」、取締役会へのスト

レス・シナリオの提示など）を含む金利リスク管理システムを確立した。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、金利の様々な上下動に対処するために随意に使用で

きる、以下のような多くの手段を有する。

・保険契約者間の利益分配および準備金の積立についての健全性に関する方針

・デリバティブを用いたヘッジ・プログラム（金利上昇をヘッジするためのスプレッド・キャップ、金利

低下リスクを軽減するためのスワップおよびスワップ・オプション）

・適切なマーケティング方針（最低保証利率（GRM）契約は、2000年度以降販売されていない。）

・負債の予測ランオフに応じたデュレーションの調整

・損失という点ではほぼ影響を受けずに売却できる、現金資産および債券資産の管理

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループおよびその傘下各社は、これらの手段を監視するための

指標および組織を確立している。

投資に関しては、リスクの集中は、取引相手先の特性に応じて調整された様々な制限により管理されてい

る。

・ソブリンおよびそれに類する取引相手先については、制限には国別のGDPおよび内部格付が考慮される。

・金融機関および事業会社については、当行グループは、格付に基づいて制限を調整し、当行グループの

発行体アプローチを用いて補足する。

・クレディ・アグリコル・グループについては、エクスポージャーの慎重な測定には、償還が多発するこ

とによって生じる潜在的なキャリー・リスクを考慮するため、ユニット・リンク債の割合が含まれる。

これらの制限に対する残高は毎月監視され、これらの制限を超えた場合に取るべき是正措置を適切なマネ

ジメント層に知らせることができる。

上述の負債性金融商品に対するエクスポージャーを統制する制限の集中度を考慮すると、当行グループに

は重大な金利リスクの集中はない。スプレッド・リスクの集中に関しては、下記の「信用リスク」の項を参

照。

 

感応度分析

下表は、報告期間末現在の金利ならび企業およびソブリン債のスプレッドの合理的な範囲の変動による、

CSM、純損益および資本への影響を示したものである。この分析は、他の変数がすべて変わらないと仮定した

場合の保険契約および再保険契約ならびに金融商品の評価への影響を示している。実際には、最終的な影響

は変数の相関に大きく左右されるが、各変数の変動に関連する影響を実証するには、変数を個別に変更する

必要がある。

感応度は、金利が100ベーシス・ポイント上昇／低下する、また社債およびソブリン債のスプレッドが100

ベーシス・ポイント上昇するという仮定に基づいている。

保険契約および再保険契約に関して、感応度はCSMへの影響については「リスク中立的な」イールド・カー

ブに基づき、純利益および資本への影響については「実際的な」イールド・カーブに基づいている。

当期純利益および資本への影響は、繰延税金控除後の金額で表示されている。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 726/1736



 

金利

（百万ユーロ）

 2024年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響
資本への影響

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの上昇

保険契約および再保険契約 (182) 2,410 10,994

金融投資  (2,401) (11,506)

正味影響額 (182) 9 (512)

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの低下

保険契約および再保険契約 (835) (2,453) (12,348)

金融投資  2,434 12,875

正味影響額 (835) (19) 527

 

（百万ユーロ）

 2023年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響
資本への影響

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの上昇

保険契約および再保険契約 (942) 2,100 10,635

金融投資  (2,192) (11,253)

正味影響額 (942) (91) (618)

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの低下

保険契約および再保険契約 173 (2,167) (10,845)

金融投資  2,192 11,380

正味影響額 173 25 536

 

スプレッド

（百万ユーロ）

 2024年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

ソブリンのスプレッドの100ベーシス・ポイ

ントの上昇

保険契約および再保険契約 (877) 191 6,441

金融投資  (243) (6,773)

正味影響額 (877) (52) (332)

企業のスプレッドの100ベーシス・ポイント

の上昇

保険契約および再保険契約 (22) 2,386 5,802

金融投資  (2,397) (6,131)

正味影響額 (22) (11) (329)

 

（百万ユーロ）

 2023年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

ソブリンのスプレッドの100ベーシス・ポイ

ントの上昇

保険契約および再保険契約 (501) 319 4,685

金融投資  (352) (4,976)

正味影響額 (501) (33) (291)

企業のスプレッドの100ベーシス・ポイント

の上昇

保険契約および再保険契約 (334) 1,451 5,332

金融投資  (1,470) (5,730)

正味影響額 (334) (19) (398)

 

価格リスク

価格リスクとは、金融商品の公正価値もしくは将来キャッシュ・フローまたは保険契約もしくは再保険契

約の履行キャッシュ・フローが、市場価格の変動により変動するリスク（金利リスクまたは外国為替リスク

から生じるものを除く。）であり、かかる変動が当該商品もしくは契約またはその発行体に特有の要因によ

るものであるか、または市場で取引されている類似のすべての金融商品もしくは類似のすべての契約に影響

を及ぼす要因によるものであるかを問わない。

当行グループの価格リスクに対するエクスポージャーは、市場価格の変動により価値が変動する金融資産

および金融負債（すなわち、公正価値で測定される金融資産および直接連動有配当保険契約）に関するもの

である。
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当行グループの（純損益またはその他の包括利益を通じて）公正価値で測定される資本性金融商品および

負債性金融商品に対するエクスポージャーは、本注記の「保険金融収益または保険金融費用」の項に記載さ

れている。

当行グループの保険契約に対するエクスポージャーは、本注記の上記「保険契約および再保険契約」の項

に記載されている。

グループ事業体は、資産ポートフォリオを分散し、長期的にこれらの市場で見込まれる収益を得るため

に、株式またはその他のいわゆる「分散型」の金融資産（プライベート・エクイティならびに上場または非

上場の仕組商品、不動産およびヘッジファンド）を保有する可能性がある。保険契約に関しては、当行グ

ループは、直接連動有配当保険契約（主に貯蓄および退職年金事業に対応する。）に関してのみ、原金融資

産の公正価値における保険会社の持分の変動に影響を与え得るため、これらの資産の価格変動から生じるリ

スクにさらされている。ユニット・リンク・コミットメントに関しては、本リスクは、その大部分が保険契

約者に移転されるため、大幅に軽減される。

本リスクを管理するため、資産配分を研究し、分散型の資産の割合の限度ならびに価格変動の最大水準を

決定している。

分散投資については世界的に、各資産クラス（株式、不動産、プライベート・エクイティおよび仕組商

品、ヘッジファンド）については個別に限度が設定されている。

これらの資産はより高いリターンを生み出し、債券ポートフォリオとの相関性が低くなる可能性がある一

方、評価リスクも伴う。したがって、これらの資産はポートフォリオ全体に占める割合とそのボラティリ

ティの両面で制約がある。

分散型の資産に対する投資も、ユニット数およびカテゴリーの集中度に関するルール（一方では現物不動

産に対する投資の上位10件のエクスポージャーが占める割合や、また他方では株式（上場または非上場を問

わない。）に対する投資の上位10件のエクスポージャーが占める割合）に準拠している。

上述の株式および分散型の資産に対するエクスポージャーに係る制限の集中度により、当行グループには

重大な価格リスクの集中はない。

 

感応度分析

下表は、報告期間末における株価および不動産価格の合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および資本

への影響を示したものである。この分析は、他の変数はすべて変わらないと仮定した場合の保険契約および

再保険契約ならびに金融商品の評価への影響を示している。実際には、最終的な影響は変数の相関に大きく

左右されるが、各変数の変動に関連する影響を実証するには、変数を個別に変更する必要がある。

以下の感応度は、株式リスクおよび不動産リスクに関して、株価および不動産価格が10％上昇／低下する

と仮定して計算された。

当期純利益および株主持分への影響は、繰延税金控除後の金額で表示されている。

 

株式

（百万ユーロ）

 2024年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

株価の10％の上昇

保険契約および再保険契約 737 (5,658) (5,733)

金融投資  5,719 5,809

正味影響額 737 61 76

株価の10％の低下

保険契約および再保険契約 (746) 5,655 5,730

金融投資  (5,718) (5,809)

正味影響額 (746) (63) (79)
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（百万ユーロ）

 2023年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

株価の10％の上昇

保険契約および再保険契約 818 (4,700) (4,819)

金融投資  4,749 4,921

正味影響額 818 48 102

株価の10％の低下

保険契約および再保険契約 (864) 4,700 4,819

金融投資  (4,749) (4,921)

正味影響額 (864) (49) (102)

 

不動産

（百万ユーロ）

 2024年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

不動産価格の10％の上昇

保険契約および再保険契約 378 (1,492) (1,528)

金融投資  1,573 1,596

正味影響額 378 81 68

不動産価格の10％の低下

保険契約および再保険契約 (392) 1,489 1,524

金融投資  (1,573) (1,596)

正味影響額 (392) (84) (72)

 

（百万ユーロ）

 2023年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

不動産価格の10％の上昇

保険契約および再保険契約 431 (1,623) (1,639)

金融投資  1,686 1,712

正味影響額 431 63 73

不動産価格の10％の低下

保険契約および再保険契約 (446) 1,622 1,638

金融投資  (1,686) (1,712)

正味影響額 (446) (64) (74)

 

外国為替リスク

外国為替リスクとは、為替レートの変動により、金融商品の公正価値もしくは将来キャッシュ・フローま

たは保険契約もしくは再保険契約の履行キャッシュ・フローが変動するリスクである。

当行グループの外国為替リスクに対するエクスポージャーは、わずかである。

当行グループの取引のほとんどは、ユーロで行われている。

外国為替リスクに対するエクスポージャーは、一部には機能通貨がユーロでない連結会社から、また一部

には機能通貨以外の通貨で事業体が行う取引から生じる。グループ・レベルでは、かかる取引はわずかであ

る。さらに、当行グループの金融資産は、ほとんどがその保険負債と同じ通貨建てである。

このエクスポージャーは、当行グループと機能通貨が異なる子会社に対しても、またはかかる事業体の機

能通貨以外の通貨建ての金融商品および保険契約に対しても、外国為替リスクヘッジ戦略を適用して管理さ

れている。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、以下の2種類の外国為替リスクにさらされている。

・日本の子会社であるCAライフ・ジャパンにおいては円に対して、またポーランドの子会社であるCAジェ

チェおよびCATUにおいてはズウォティに対する、限定的な構造的エクスポージャー。関連する外国為替

リスクは、外貨建借入金（NIHヘッジ：海外事業に対する純投資のヘッジ）を用いて、これらの子会社の

純資産および純負債をヘッジすることにより管理されている。2024年12月31日現在、CAライフ・ジャパ

ンのヘッジ率は87％（ヘッジなしの純エクスポージャーは13.9百万ユーロ）であり、CAジェチェのヘッ

ジ率は94％（ヘッジなしの純エクスポージャーは1.4百万ユーロ）であり、CATUのヘッジ率は97％（ヘッ

ジなしの純エクスポージャーは0.8百万ユーロ）であった。
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・金融資産および保険負債の通貨の不一致から生じる業務上のエクスポージャー。ユーロ建ての債務であ

るクレディ・アグリコル・アシュランス・グループのグローバル・ポートフォリオは、主としてユーロ

建ての金融商品に投資されている。しかし、リスク／リターンのトレードオフを最適化し、専用ファン

ドおよび利付ポジションを分散化するために、主要な地域間の予想成長や金利の差異から利益を得るこ

とを追求している。外国為替リスクヘッジ戦略は、資産クラスにかかわらず新興国通貨をヘッジしない

代わりに、先進国通貨をヘッジするというものであるが、単一通貨、すなわち米ドルに対しては限定的

な戦術的エクスポージャーを持つオプションがある。利付証券のマンデートにおける米ドルに対するエ

クスポージャーは、クロス・カレンシー・スワップによって体系的にヘッジされている。全体として、

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループにおける外国為替エクスポージャーは、ポートフォリ

オ全体に関連する市場価値制限、および新興国通貨および米ドル向けの2種類のサブリミットにより制約

されている。

当行グループの本リスクに対するエクスポージャーはわずかであることから、重大な外国為替リスクの集

中はない。

その結果、報告期間末における為替レートの合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および株主持分への

重大な影響はない。

 

信用リスク

信用リスクとは、金融商品、資産として発行され認識されている保険契約、または保有している再保険契

約の一方の当事者が義務を履行できなくなり、他方の当事者に財務的損失を被らせるリスクである。

当行グループについては、信用リスクは主に以下の取引相手先の債務不履行リスクを表す。

・負債性金融商品に対する投資における有価証券の発行者

また、程度は低いものの、以下の取引相手先の債務不履行リスクも表す。

・店頭市場取引（デリバティブ）に用いられる先渡金融商品の取引相手である金融機関（取引相手先によ

るコミットメントの不履行）または銀行預金／流動性の取引相手である金融機関（預金口座を管理する

銀行によるコミットメントの不履行）

・出再取引における再保険者（再保険者が債務不履行に陥り、保険金の持分を支払えなくなる状況。）

当行グループの負債性金融商品に対するエクスポージャーは、本注記の上記「保険金融収益または保険金

融費用」の項に記載されている。金融資産の信用リスクに対するエクスポージャーは、上記の注記3.1.2「信

用リスクの最大エクスポージャー」および注記3.1.4「信用リスクの集中－信用リスクのカテゴリー別の信用

リスクのエクスポージャー」に記載されている。

当行グループの保有している再保険契約に対するエクスポージャーは、下表に記載されている。

当行グループの信用リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

 

金融商品

アムンディのリスク・チームは、企業からアムンディに委託された管理マンデートの一環として、発行者

および店頭市場取引（デリバティブ）について、カウンターパーティー・リスクの分析を行っている。

カウンターパーティー・リスクは、格付、発行者の集中および部門の集中に関する制限を通じて、クレ

ディ・アグリコル・アシュランス・グループ全体のレベル、および各事業体のポートフォリオのレベルの両

方で管理される。

したがって、様々な格付帯にわたる発行体の分布について、制限が規定されている。これには、スタン

ダード＆プアーズ、ムーディーズおよびフィッチの3つの格付のうち2番目に高いものに相当する、いわゆる

「ソルベンシー2」格付が利用されている。直接保有する、またはファンドを通じて間接的に保有する「高利

回りな」債券発行の割合については、厳しい制限がある。マンデートにおける購入については、最低でもBB

の格付を有する発行のみ承認される。この仕組みを確立させるため、プレディカは、格付および満期日に

よって社債を購入する場合の最低スプレッドを規定しており、これにより債務不履行時の損失および社債購
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入の資本コストを相殺することが可能になる。外部機関による格付を受けていないがクレディ・アグリコ

ル・エス・エー内部の格付を有する発行体は、厳しいプロセスに従って選ばれている。

債券ポートフォリオ（ユニット・リンク契約および投資信託を除く。）の信用格付別の内訳は、以下のと

おりである。

 

 

発行者リスクは、（ポートフォリオの管理が委託されている）アムンディのリスク・チームによって分析

され、詳細に監視されている。四半期ごとのポートフォリオ・レビューでは、発行者を個別に検討するとと

もに、セクター、国または経済状況および特定されたすべての懸念事項にも対処している。これらのポート

フォリオ・レビューによってこのリスクを積極的に管理することができ、必要に応じて発行者をウォッチリ

スト（投資が禁止されている発行者のリスト）に載せたり、リスク処分プログラムの対象としたりする場合

がある。

単一の発行者への集中（株式および利付商品）は、発行者の特性および質に応じて規定された、グローバ

ル・ポートフォリオに対する割合を超えてはならない。

ソブリン債および類似する債務証券への集中には、GDPによって測定された国別の割合および当該ソブリ

ンの内部格付に応じて調整された、個別の制限が課されている。

イタリア、スペインおよびポルトガルのソブリン債に対するエクスポージャーは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーのグループ・リスク委員会により許可される。イタリアのソブリン債の保有は、クレディ・

アグリコル・アシュランスのイタリアの子会社に集中している。ギリシャの発行体が発行した債務証券は、

引き続き購入できない。

現金は通常、当座勘定では保有されておらず、マネー・マーケットUCI（短期金融投資信託）に投資されて

いる。

店頭デリバティブは、金利上昇リスクの慎重なヘッジ（スプレッド・キャップのポートフォリオ）および

金利低下リスクの慎重なヘッジ（スワップ、スワップ・オプションなど）の両方に用いられ、取引相手先は

その信用の質に応じて選定される。これらの取引は、日次でマージンコールが発生して担保契約による裏付

けがあるため、残存するカウンターパーティー・リスクはわずかである。

IFRS第9号の原則に従い、償却原価で測定される負債性金融商品または純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品は、予想信用損失に対する損失評価引当金の

認識により、信用リスクについて引当金が計上されている。

予想信用損失の認識および測定に関する定性的情報は、上記の注記1中の「会計方針および会計原則」の

「金融商品」の項に記載されている。損失の評価調整額の変動に関する定量的情報は、上記の注記3.1「信用

リスク－当期中の帳簿価額の変動および損失の評価調整額」に記載されている。
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リスクの集中に関しては、発行者の種類、格付および地域ごとの債券ポートフォリオの内訳は、上記の注

記3.1.4「信用リスクの集中」に記載されており、ソブリン債に対するエクスポージャーは、上記の注記3.2

「ソブリン・リスクに対するエクスポージャー」に記載されている。

2024年度末現在のクレディ・アグリコル・アシュランス・グループのデリバティブ・ポートフォリオにお

ける取引は、約20の取引相手先と行われた。

 

保険契約

IFRS第17号の範囲に含まれる契約から生じる信用リスクに関して、発行された保険契約からの将来の受取

保険料に関する信用リスクは、保険契約者が保険料の支払義務を履行しない場合に当行グループは保険契約

サービスを終了できることにより軽減される。その結果、これらの契約に関する信用リスクに対するエクス

ポージャーはわずかである。

したがって、信用リスクは主に保有している再保険契約（再保険者が債務不履行に陥り、その保険金の持

分を支払えなくなるリスク）に関するものである。

再保険会社からの回収可能額は、原保険契約の負債と整合するように、また再保険契約と一致するように

見積もられる（上記の注記1中の「会計方針および会計原則」を参照。）。当行グループは、再保険プログラ

ムの加入により、保険契約者に対する元受の義務から解放されることはなく、したがって、再保険者が再保

険契約に基づく義務を履行できない可能性がある限り、出再した事業に関して信用リスクにさらされてい

る。

各事業体は、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループ全体で標準化されたリスク管理原則を組み

込んだ独自の再保険方針を定めている。

再保険会社による債務不履行リスクの管理は、当行グループの内部基準に基づいている。

・第一に、最低限の財務健全性基準（A-）を満たす再保険会社と契約し、関係全体を通じてその順守を監

視する。

・（契約による）再保険者の分散に関する規則および（再保険者を監視する各事業体によって定められ

た）同一の再保険者への出再保険料の集中に対する制限に関する規則。当行グループは、再保険者ごと

に出再保険料全体の集中度を監視している。

・標準担保条項を通じて出再される引当金を確保するための措置

さらに、再保険計画は、各事業体の取締役会により毎年見直される。

（内部再保険を除く）再保険のカウンターパーティー・リスクの44％は、フランスの主要な自然災害補償

制度であり、自然大災害リスクの補償を提供する認可を受けた100％国有でAA-格付の再保険者であるケス・

セントラル・ドゥ・レアシュランス（CCR）に集中している。2024年度末現在、CCR SAを除く上位5社の再保

険者は、コミットメントの35％を占めることになる。これらの再保険者の格付はAを上回っている。

 

信用リスクの最大エクスポージャー

発行された保険契約について、報告期間末現在の当行グループの信用リスクの最大エクスポージャーを最

も適切に表す金額は受取保険料であり、2024年12月31日現在2,469百万ユーロ（2023年12月31日現在は2,237

百万ユーロ）であった。

 

保有している再保険契約の信用の質

資産である保有している再保険契約の信用の質に関する情報は、下表に示されている。

 

 2024年12月31日

（百万ユーロ） AAA AA+ AA AA- A+ A A- BBB+ BBB NR 合計

資産である保有してい

る再保険契約
- 38 30 700 148 95 9 1 - - 1,021
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 2023年12月31日

（百万ユーロ） AAA AA+ AA AA- A+ A A- BBB+ BBB NR 合計

資産である保有してい

る再保険契約
- 36 435 407 151 46 4 - - 14 1,093

 

流動性リスク

流動性リスクとは、当行グループが、現金またはその他の金融資産の使用により決済される保険契約およ

び金融負債に関連する債務の履行が困難になるリスクである。

IFRS第17号の適用範囲に含まれる保険契約から生じる流動性リスクに関して、これは、被保険者に対する

支払（特に貯蓄および退職年金、解約および死亡）、契約上の債務に関連する資金需要またはその他の

キャッシュ・アウトフローにより、満期時に当行グループが義務を履行できない可能性があるリスクであ

る。かかるアウトフローにより、保険および投資業務で利用可能な現金が尽きることになる。状況によって

は、流動性の逼迫により、資産の売却損失が起きる、または被保険者に対する債務の履行が不可能になる可

能性がある。当行グループが被保険者に対する債務を履行できない可能性があるリスクは、すべての保険事

業に内在しており、当行グループおよび市場全般に特有のあらゆる要因（信用事由、システミック・ショッ

クおよび自然災害を含むが、これらに限定されない。）による影響を受ける可能性がある。

当行グループが実施する流動性リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

流動性リスクの管理における当行グループの目標は、通常時であるかストレス時であるかを問わず、許容

できない損失を被ったり当行グループの評判を損なうリスクを負ったりすることもなく、満期時に債務を履

行するために十分な流動性を確保することである。

グループ事業体は、複数のアプローチを組み合わせて流動性管理を行っている。

一方で、投資先を選択する際には流動性が基準として考慮される。すなわち、大部分が規制市場に上場さ

れている有価証券のほか、流動性が低い不動産、プライベート・エクイティ、非投資適格債券、株式投資お

よびオルタナティブ資産の運用などの流動性の低い資産は制限される。

他方で、当行グループのレベルで標準化された流動性管理メカニズムは、資産負債管理の一環として、異

なる期間（短期、中期、長期）に適応した指標を用いて事業体によって定められる。生命保険事業体の流動

性リスクは、以下の3つのメカニズムを用いて管理され構成されている。

・長期流動性：通常時およびストレス時（解約／死亡の多発）ともに資産の満期と負債の満期を一致させ

るための、ポートフォリオ上でランオフとして見積もられる年間キャッシュ・フロー・ギャップを監視

し制限する。

・中期流動性：「2年間の反応度率」として知られる指標の測定。これは、資本損失に関する影響を制限し

つつ、短期資産または変動金利資産を投入する能力を測定するものである。この指標は、解約が多発し

た場合にそれを吸収できるように、各事業体によって定められた最低基準と比較される。金利の急上昇

時に解約が多数に及ぶリスクに対処するため、クレディ・アグリコル・アシュランスでは流動性監視指

標（LMI）も使用している。これは、1年間のストレス負荷の下での流動性を測定するものであり、資産

についてはシステミックかつ世界的な危機管理シナリオを仮定しており、負債についてはソルベンシー2

の標準モデルで定義されたパラメータ（第1の柱）で、クレディ・アグリコル・アシュランスがそのORSA

シナリオで用いるパラメータ（第2の柱）に相当する仮定に基づいている。最後に、ALMは、重大な損失

を生じさせることなく、また裏付けの制限を考慮して、即座に利用できる流動性水準を測定する指標を

導入した。

・短期流動性：正味インフローが不確実な場合、1週間および1ヶ月間の流動性の最低所要額を設定し、解

約状況を毎日監視する。クレディ・アグリコル・アシュランスは解約危機管理計画も有している。

市場が利用できない例外的な状況に備えた一時的な流動性管理メカニズムも実施されている（準備金清

算。有価証券はクレディ・アグリコル・エス・エーを通じてECBが関与する売戻し条件付契約を付される可能

性がある。）。
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生命保険事業体は、有利な満期または一方で回避すべき満期（再利用時の金利リスクを伴う超過支払）を

特定するために、キャッシュ・ギャップを分析する。生命保険事業体は、ダッシュボードを通じて、反応度

率および流動性監視指標を、自ら設定した基準と比較して監視する。また、ストレス時には極めて頻繁に監

視を行えるように、解約率およびユーロ・ファンドとユニット・リンク契約との裁定取引を定期的に監視し

ている。

損害保険事業体は、再保険計画を考慮しつつ、保険金請求率の増加に対応できる十分な流動性を維持して

いる。

当行グループは、流動性リスクに関しては重大なリスクの集中はない。

 

契約上の満期別の金融資産および金融負債の内訳

下記の注記6.18「契約上の満期別の金融資産および金融負債の内訳」において、当行グループの金融資産

の満期スケジュールが示されている。

また、注記6.18においては、当行グループの金融負債の予測満期スケジュールに関する情報も記載されて

おり、契約上の残存期間を表示している。

 

保険負債の満期の内訳

負債である保険契約および再保険契約について、将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りに関する予

測満期スケジュール別の契約の内訳は下表のとおりである。

 

 2024年12月31日

（百万ユーロ）
1年以下

1年超

2年以下

2年超

3年以下

3年超

4年以下

4年超

5年以下
5年超 合計

負債である発行された保険契約 6,764 4,204 5,481 7,128 8,097 300,164 331,837

負債である保有している再保険契約 671 (16) (12) (31) (1)  (353) 258

保険契約負債および再保険契約負債合計 7,435 4,187 5,468 7,097 8,096 299,812 332,095

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）
1年以下

1年超

2年以下

2年超

3年以下

3年超

4年以下

4年超

5年以下
5年超 合計

負債である発行された保険契約 3,654 853 2,104 2,347 2,485 307,609 319,052

負債である保有している再保険契約 605 9 6 1 - (348) 273

保険契約負債および再保険契約負債合計 4,259 862 2,110 2,348 2,485 307,261 319,325

 

この分析には、PAAモデルを用いて評価された契約に係る残存ヘッジ負債は含まれていない。

 

即時支払可能額

即時支払可能額および関連する契約の帳簿価額の内訳は下表のとおりである。

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ） 即時支払可能額 帳簿価額 即時支払可能額 帳簿価額

保険契約負債合計 310,064 362,862 294,405 348,452

 

即時支払可能額は、報告期間末における関係する契約の解約額（違約金の総額で示される。）に対応す

る。
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注記6　貸借対照表に対する注記

 

6.1　現金および中央銀行預け金／預り金

2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ） 資産 負債 資産 負債

現金 1,587  1,519  

中央銀行預け金／預り金 160,752 1,389 175,802 274

帳簿価額 162,339 1,389 177,320 274

 

6.2　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産および金融負債

 

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

売買目的保有金融資産 371,156 301,925

純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融商品 229,763 221,647

資本性金融商品 38,904 42,200

「SPPI」テストの要件を満たさない負債性金融商品
(1) 81,060 82,139

定義により純損益を通じて公正価値で測定するその他の負債性金融商品 6,495 2,945

資産担保ユニット・リンク契約 103,304 94,362

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 - -

帳簿価額 600,919 523,572

うち、貸付有価証券 24 7

(1) 2024年12月31日現在の投資信託69,537百万ユーロ（2023年12月31日現在は70,568百万ユーロ）を含む。

 

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

売買目的保有金融負債 311,824 267,860

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 101,713 90,077

帳簿価額 413,537 357,937

 

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債

発行体スプレッドにおける変動がその他の包括利益に認識され、組替えられることのない金融負債

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額

帳簿価額と契約

上満期日に支払

う必要がある金

額の差額

自社の信用リス

クの変動に起因

する公正価値の

変動累計額

自社の信用リス

クの変動に起因

する当期中の公

正価値の変動額

認識中止時の

実現額
(1)

預金および劣後債務 14,079 392 - - -

預金 14,079 392 - - -

劣後債務 - - - - -

債務証券 72,388 (2,001) 233 350 15

その他の金融負債 - - - - -

合計 86,467 (1,608) 233 350 15

(1) 実現利益および損失は、当該金融商品の認識が中止された時点で利益剰余金に振替えられた。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額

帳簿価額と契約

上満期日に支払

う必要がある金

額の差額

自社の信用リス

クの変動に起因

する公正価値の

変動累計額

自社の信用リス

クの変動に起因

する当期中の公

正価値の変動額

認識中止時の

実現額
(1)

預金および劣後債務 9,952 (101) - - -

預金 9,952 (101) - - -

劣後債務 - - - - -
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債務証券 62,363 (2,928) (132) 259 4

その他の金融負債 - - - - -

合計 72,315 (3,030) (132) 259 4

(1) 実現利益および損失は、当該金融商品の認識が中止された時点で利益剰余金に振替えられた。

 

IFRS第9号に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーは、自社の信用リスクの変動に起因する公正価値

の変動を、市況の変化に起因する価値の変動から切り離すことが可能なメソドロジーを用いて計算してい

る。

 

自社の信用リスクを計算する基準

自社の信用リスクの計算において考慮される要素は、発行体によって異なる。クレディ・アグリコル・エ

ス・エー内において使用される要素は、発行の種類に基づく市場での借換えコストの変動である。

 

自社の信用リスク調整における未実現損益（その他の包括利益に認識される）の計算

クレディ・アグリコル・エス・エーが選ぶ手法は、発行の流動性部分に基づく計算である。すべての発行

は単純な貸出／借入の繰り返しである。すべての発行の自社の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動

は、そのため、前述の貸出／借入の公正価値の変動に一致する。これらは、借換えコストの変動による貸

出／借入ポートフォリオの公正価値の変動と等しい。

 

自社の信用リスクにおける実現損益（利益剰余金に認識される）の計算

クレディ・アグリコル・エス・エーは、取引解消時の自社の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動

を利益剰余金に振替えることを選択した。したがって、全額または一部の早期償還がある場合、感応度に基

づく計算が行われる。かかる計算は、発行日から償還日の間のかかるスプレッドの変動を乗じた信用スプ

レッドの感応度の合計である、所与の発行における自社の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動の測

定からなる。

 

発行体スプレッドの変動が当期純利益に認識される金融負債

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額
帳簿価額と

満期償還額との差額

自社の信用リスクの

変動に起因する公正

価値の変動累計額

自社の信用リスクの

変動に起因する

当期中の

公正価値の変動額

預金および劣後債務 15,246 7,990 - -

預金 15,246 7,990 - -

劣後債務 - - - -

債務証券 - - - -

その他の金融負債 - - - -

合計 15,246 7,990 - -

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額
帳簿価額と

満期償還額との差額

自社の信用リスクの

変動に起因する公正

価値の変動累計額

自社の信用リスクの

変動に起因する

当期中の

公正価値の変動額

預金および劣後債務 17,762 9,928 - -

預金 17,762 9,928 - -

劣後債務 - - - -

債務証券 - - - -

その他の金融負債 - - - -

合計 17,762 9,928 - -
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6.3　ヘッジ手段のデリバティブ商品

 

詳細は注記3.5「ヘッジ会計」に示されている。

 

6.4　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
217,494 1,957 (18,047)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品
6,106 1,143 (1,197)

合計 223,600 3,099 (19,244)

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
209,352 2,205 (17,716)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品
6,124 1,184 (1,024)

合計 215,476 3,389 (18,740)

 
純損益に組替えられるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

政府短期証券および類似証券 68,821 699 (9,391)

債券およびその他の利付証券 148,673 1,258 (8,655)

債務証券合計 217,494 1,957 (18,047)

金融機関に対する貸出金および債権 - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - -

貸出金および債権合計 - - -

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する負債性金融商品合計
217,494 1,957 (18,047)

法人所得税  (510) 4,724

純損益に組替えられる可能性のある負債性金融商品に係るそ

の他の包括利益／（損失）（税引後）
 1,447 (13,323)

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

政府短期証券および類似証券 66,897 935 (7,865)

債券およびその他の利付証券 142,454 1,270 (9,851)

債務証券合計 209,352 2,205 (17,716)

金融機関に対する貸出金および債権 - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - -

貸出金および債権合計 - - -

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する負債性金融商品合計
209,352 2,205 (17,716)

法人所得税  (573) 4,647

純損益に組替えられる可能性のある負債性金融商品に係るそ

の他の包括利益／（損失）（税引後）
 1,632 (13,069)
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純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係るその他の包括利益／（損失）

（百万ユーロ）

2024年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

株式およびその他の持分証券 3,150 422 (212)

非連結持分投資 2,956 721 (985)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品合計
6,106 1,143 (1,197)

法人所得税  (118) 27

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品に係るその他の包括利益／

（損失）（税引後）

 1,025 (1,170)

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

株式およびその他の持分証券 3,427 291 (156)

非連結持分投資 2,698 892 (868)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品合計
6,124 1,184 (1,024)

法人所得税  (83) 51

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品に係るその他の包括利益／

（損失）（税引後）

 1,101 (973)

 
当期中に認識が中止された資本性金融商品

（百万ユーロ）

2024年12月31日

認識中止日に

おける

公正価値

実現利益

累計額
(1)

実現損失

累計額
(1)

株式およびその他の持分証券 771 223 (97)

非連結持分投資 145 13 (8)

資本性金融商品における投資合計 915 236 (105)

法人所得税  (8) -

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係

るその他の包括利益／（損失）（税引後）
 228 (105)

(1) 実現利益および損失は、当該金融商品の認識が中止された時点で利益剰余金に振替えられた。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

認識中止日に

おける

公正価値

実現利益

累計額
(1)

実現損失

累計額
(1)

株式およびその他の持分証券 914 98 (47)

非連結持分投資 137 6 (10)

資本性金融商品における投資合計 1,052 104 (57)

法人所得税  - -

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係

るその他の包括利益／（損失）（税引後）
 104 (57)

(1) 実現利益および損失は、当該金融商品の認識が中止された時点で利益剰余金に振替えられた。

 

6.5　償却原価で測定する金融資産

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

金融機関に対する貸出金および債権 565,403 554,928

顧客に対する貸出金および債権 548,101 516,281

債務証券 88,971 79,811
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帳簿価額 1,202,475 1,151,020

 
金融機関に対する貸出金および債権
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

金融機関   

貸出金および債権 133,622 124,649

うち、貸倒が懸念されない当座貸越 14,886 13,413

うち、貸倒が懸念されないコールローン 147 2,619

担保差入有価証券 - -

売戻し条件付買入有価証券 16,105 11,807

劣後ローン 174 173

その他の貸出金および債権 69 69

総額 149,970 136,698

減損 (491) (432)

金融機関に対する貸出金および債権純額 149,479 136,266

クレディ・アグリコル内部取引   

当座勘定 - -

売戻し条件付買入有価証券 - -

定期預金および貸付金 415,818 418,395

劣後ローン 106 267

クレディ・アグリコル内部取引合計 415,924 418,662

帳簿価額 565,403 554,928

 
顧客に対する貸出金および債権
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

顧客取引   

売掛債権 50,021 45,032

顧客に対するその他の貸出金 454,603 431,656

担保差入有価証券 - -

売戻し条件付買入有価証券 7,819 5,556

劣後ローン 37 43

保険債権 - -

再保険債権 - -

関係会社当座勘定への貸付 142 44

当座貸越 12,905 12,534

総額 525,527 494,865

減損 (8,927) (8,960)

顧客に対する貸出金および債権純額 516,599 485,906

ファイナンス・リース   

不動産リース 5,588 5,827

設備リース、オペレーティング・リースおよび類似の取引 26,571 25,154

総額 32,159 30,981

減損 (658) (606)

ファイナンス・リース取引純額 31,501 30,376

帳簿価額 548,101 516,281

 
債務証券
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

政府短期証券および類似証券 33,347 28,587

債券およびその他の利付証券 55,763 51,337

合計 89,110 79,924

減損 (139) (114)

帳簿価額 88,971 79,811

 

次へ
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6.6　認識中止されていない譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産
 
2024年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産およ

び関連す

る

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価値

純額
(2)

 

売買目的

保有金融

資産

44,886 - 44,886 - 44,886  31,174 - 31,174 - 31,174  13,711  - - -

資本性金

融商品
10,273 - 10,273 - 10,273  5,793 - 5,793 - 5,793  4,480  - - -

債務証券 34,613 - 34,613 - 34,613  25,382 - 25,382 - 25,382  9,231  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

- - - - -  - - - - -  -  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 - - - - -  - - - - -  -  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

19,580 - 19,580 - 19,218  19,015 - 19,015 - 19,015  203  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 19,580 - 19,580 - 19,218  19,015 - 19,015 - 19,015  203  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

償却原価

で測定す

る金融資

産

18,490 16,436 1,956 98 18,490  12,647 11,165 1,481 - 12,547  5,943  - - -

債務証券 2,054 - 1,956 98 2,054  1,481 - 1,481 - 1,481  572  - - -

貸出金お

よび債権
16,436 16,436 - - 16,436  11,165 11,165 - - 11,065  5,371  - - -
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6.6　認識中止されていない譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産
 
2024年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産およ

び関連す

る

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価値

純額
(2)

 

金融資産

合計
82,955 16,436 66,422 98 82,593  62,836 11,165 51,671 - 62,736  19,858  - - -

ファイナ

ン ス ・

リース

- - - - -  - - - - -  -  - - -

譲渡資産

合計
82,955 16,436 66,422 98 82,593  62,836 11,165 51,671 - 62,736  19,858  - - -

(1) 担保金を伴わない有価証券貸付を含む。

(2) 関連する負債の相手方が譲渡資産に対してのみ償還請求権を有する（IFRS第7号42D項(d)）場合。

 

2023年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産お

よび関

連する

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その他

(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価

値

純額
(2)

 

売買目的

保有金融

資産

30,808 - 30,808 - 30,808  30,236 - 30,236 - 30,236  573  - - -

資本性金

融商品
2,636 - 2,636 - 2,636  2,512 - 2,512 - 2,512  123  - - -

債務証券 28,172 - 28,172 - 28,172  27,723 - 27,723 - 27,723  449  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -
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2023年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産お

よび関

連する

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その他

(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価

値

純額
(2)

 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

- - - - -  - - - - -  -  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 - - - - -  - - - - -  -  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

23,245 - 23,245 - 24,025  23,232 - 23,232 - 23,232  794  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 23,245 - 23,245 - 24,025  23,232 - 23,232 - 23,232  794  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

償却原価

で測定す

る金融資

産

17,129 15,657 1,289 183 17,129  10,960 9,725 1,235 - 10,854  6,276  - - -

債務証券 1,473 - 1,289 183 1,473  1,235 - 1,235 - 1,235  238  - - -

貸出金お

よび債権
15,657 15,657 - - 15,657  9,724 9,725 - - 9,618  6,038  - - -

金融資産

合計
71,183 15,657 55,343 183 71,963  64,428 9,725 54,702 - 64,321  7,642  - - -

ファイナ

ン ス ・

リース

- - - - -  - - - - -  -  - - -

譲渡資産

合計
71,183 15,657 55,343 183 71,963  64,428 9,725 54,702 - 64,321  7,642  - - -

(1) 担保金を伴わない有価証券貸付を含む。

(2) 関連する負債の相手方が譲渡資産に対してのみ償還請求権を有する（IFRS第7号42D項(d)）場合。

 

次へ
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証券化

外部の投資家との連結証券化は、IFRS第7号における資産の移転である。当行グループには実質的に、証券

化ファンドに売却した資産から得たキャッシュ・フローを外部投資家に交付する間接的な契約義務がある

（ただし、これらの資産はファンドの連結を通じて当行グループの貸借対照表に計上されている）。証券化

ファンドに配賦される債権は、投資家のための担保として用いられている。

100％自己取得した連結証券化は、IFRS第7号における資産の移転を構成しない。

 

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスの証券化

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、欧州の小口消費者ロー

ンおよびカーディーラー融資の29の連結証券化ビークルを管理していた。クレディ・アグリコル・コン

シューマー・ファイナンス・グループ内で行われた証券化取引は、IFRSにおける連結除外取引を構成するも

のではないと判断しており、よって、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務諸表に引き続き計上さ

れている。

関連資産（関連負債控除後）の帳簿価額は2024年12月31日現在で8,496百万ユーロとなった。それらには、

特に、正味帳簿価額6,873百万ユーロの顧客向けローンが含まれている。市場で既に流通している有価証券の

価額は6,795百万ユーロであった。さらに発行可能な有価証券の価額は、17,416百万ユーロであった。

 

クレディ・アグリコル・イタリアの証券化

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・イタリアは1つの住宅ローンの証券化ビークルを管理してい

た。この証券化取引は、IFRSにおける連結からの除外取引に当たるとはみなされず、よって、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの連結財務諸表に引き続き計上されていた。

2024年12月31日現在の関連資産の帳簿価額は14,873百万ユーロであった。

 

6.7　償却原価で測定する金融負債
 
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

金融機関に対する債務 178,418 202,623

顧客に対する債務 868,115 834,998

債務証券 284,512 253,201

帳簿価額 1,331,045 1,290,822

 
金融機関に対する債務
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

金融機関   

預金および借入金 62,615 85,652

うち、当座預金 20,148 18,552

うち、コールマネー 6,065 6,191

担保受入有価証券 - -

買戻し条件付売却有価証券 28,275 27,307

合計 90,890 112,960

クレディ・アグリコル内部取引   

当座預金 16,676 25,756

定期預金および貸付金 70,852 63,907

買戻し条件付売却有価証券 - -

合計 87,528 89,663

帳簿価額 178,418 202,623

 

顧客に対する債務
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

当座預金 294,668 278,982

特別貯蓄預金 368,413 367,474
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顧客に対するその他の債務 200,822 185,641

買戻し条件付売却有価証券 4,212 2,901

帳簿価額 868,115 834,998

 
債務証券
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

利付債券 - -

銀行間証券 6,222 5,812

譲渡性債務証券 123,189 109,781

債券 148,857 131,635

その他の債務証券 6,243 5,972

帳簿価額 284,512 253,201

 

「債務証券」の項目に含まれる「グリーン・ボンド」の発行総額は、2023年12月31日現在は9.5十億ユーロ

であったのに対し、2024年12月31日現在は13.5十億ユーロであった。

 

非上位優先債券の発行

2016年12月9日付の透明性、腐敗撲滅および経済の近代化に関する法律（「第IIサパン法」とも称され

る。）により、フランスには、TLACおよびMREL比率（フランス通貨金融法典の第L.613-30-3-I-4条および第

R.613-28条に規定されている。）の（現在定義されている）適格基準を満たす、非上位優先債券というシニ

ア債の新たなカテゴリーがある。この債券カテゴリーについては、BRRDでも言及されている。

非上位優先債券は、上位優先債券とは異なり、その清算の順位は、上記のフランス通貨金融法典の第

L.613-30-3-I-4条および第R.613-28条を参照して契約上規定されている。（非上位優先債券は、上位優先債

券に劣後し、劣後債券（超劣後債務（TSS）および期限付劣後債務（TSR）を含む。）よりも優先される。）

クレディ・アグリコル・エス・エーの非上位優先債券の残高は、2023年12月31日現在は31.9十億ユーロで

あったのに対し、2024年12月31日現在は36.6十億ユーロであった。

 

6.8　金融資産および金融負債の相殺に関する情報

 

相殺－金融資産

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2024年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融資産に対する相殺の影響

相殺表示前

の認識済金

融資産の総

額

財務書類上

で相殺表示

される認識

済金融負債

の総額

財務書類に

表示される

金融資産の

純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・

ネッティング

契約の対象と

なる金融負債

の総額

担保として受

け入れたその

他の金融商品

（担保金を含

む。）の金額

デリバティブ
(1)(2) 165,192 - 165,192 111,323 19,450 34,419

売戻し条件付契約
(4) 377,296 203,247 174,049 9,244 164,784 21

その他の金融商品 - - - - - -

相殺の対象となる金融資産の合計 542,488 203,247 339,241 120,567 184,234 34,440

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の資産側のデリバティブの79％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融資産の純額は、貸借対照表上の資産と同額である。

(4) 補償の対象となる売戻し条件付契約の金額は、貸借対照表日現在の資産における売戻し条件付契約の100％に相当す

る。
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2024年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。

 

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2023年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融資産に対する相殺の影響

相殺表示前

の認識済金

融資産の総

額

財務書類上

で相殺表示

される認識

済金融負債

の総額

財務書類に

表示される

金融資産の

純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・

ネッティング

契約の対象と

なる金融負債

の総額

担保として受

け入れたその

他の金融商品

（担保金を含

む。）の金額

デリバティブ
(1)(2) 128,685 - 128,685 81,079 16,765 30,841

売戻し条件付契約
(4) 315,937 155,703 160,233 8,443 151,767 23

その他の金融商品 - - - - - -

相殺の対象となる金融資産の合計 444,622 155,703 288,918 89,523 168,532 30,864

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の資産側のデリバティブの76％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融資産の純額は、貸借対照表上の資産と同額である。

(4) 補償の対象となる売戻し条件付契約の金額は、貸借対照表日現在の資産における売戻し条件付契約の99.9％に相当

する。

 

2023年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。

 

相殺－金融負債

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2024年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融負債に対する相殺の影響

相殺表示前の認

識済金融負債の

総額

財務書類上で相

殺表示される認

識済金融資産の

総額

財務書類に表示

される金融負債

の純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・ネッ

ティング契約の

対象となる金融

資産の総額

担保として受け

入れたその他の

金融商品（担保

金を含む。）の

金額

デリバティブ
(1)

(2)
155,929 - 155,929 111,323 25,531 19,076

買戻し条件付契

約
(4) 371,478 203,247 168,231 9,244 155,897 3,090

その他の金融商

品
- - - - - -

相殺の対象とな

る金融負債の合

計

527,408 203,247 324,160 120,567 181,429 22,165

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の負債側のデリバティブの88％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融負債の純額は、貸借対照表上の負債と同額である。

(4) 報告日現在の負債側の買戻し条件付契約の99％が相殺の対象であった。

 

2024年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。
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金融商品の種類

(百万ユーロ)

2023年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融負債に対する相殺の影響

相殺表示前の認

識済金融負債の

総額

財務書類上で相

殺表示される認

識済金融資産の

総額

財務書類に表示

される金融負債

の純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・ネッ

ティング契約の

対象となる金融

資産の総額

担保として受け

入れたその他の

金融商品（担保

金を含む。）の

金額

デリバティブ
(1)(2) 131,013 - 131,013 81,079 29,939 19,995

買戻し条件付契約
(4) 297,895 155,703 142,192 8,443 130,783 2,966

その他の金融商品 - - - - - -

相殺の対象となる金

融負債の合計
428,909 155,703 273,205 89,523 160,722 22,961

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の負債側のデリバティブの85％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融負債の純額は、貸借対照表上の負債と同額である。

(4) 報告日現在の負債側の買戻し条件付契約の99％が相殺の対象であった。

 

2023年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。

 

6.9　当期税金資産・負債および繰延税金資産・負債

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

当期税金 2,030 2,521

繰延税金 3,002 3,782

当期税金資産および繰延税金資産合計 5,032 6,303

当期税金 1,984 2,064

繰延税金 1,259 1,027

当期税金負債および繰延税金負債合計 3,243 3,090

 

繰延税金資産および繰延税金負債の純額の内訳は、以下のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

一時差異－税金 1,811 2,386

未払費用損金不算入額 548 603

負債費用引当金損金不算入額 1,643 1,754

その他の一時差異
(1) (380) 29

未実現損益に係る準備金に対する繰延税金 577 731

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 4,076 4,105

キャッシュ・フロー・ヘッジ 248 382

損益／数理計算上の差異 51 62

自社の信用リスクの変動に起因するその他の包括利益 57 (32)

オーバーレイ・アプローチの適用による金融資産に係る純利益／（損

失）の組替
(3,855) (3,786)

収益および剰余金に係る繰延税金 (644) (361)

繰延税金合計 1,743 2,755

(1) 繰延税金のうち繰越欠損金に起因する部分は、2023年度の283百万ユーロと比較して、2024年度は319百万ユーロで

あった。

 

繰延税金資産は、納税連結レベルによって、貸借対照表上相殺されている。
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クレディ・アグリコル・エス・エーは、認識すべき繰延税金資産の金額を判断する上で、該当する各企業

または納税グループについて、特定の課税上の地位および予算編成の過程で策定した収益予想を考慮する。

 

税務調査

　クレディ・アグリコル・CIB・パリの税務調査

クレディ・アグリコル・CIBは、2019事業年度から2022事業年度の税務調査の後、複数の更正通知を受領

した。クレディ・アグリコル・CIBは、更正点について理由書を添えて異議を申し立てている。見積られた

リスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

　CLSAの債務保証

　2013年度にクレディ・アグリコル・グループはCLSAの企業を中国の企業グループ、CITICSに売却した。

　インドおよびフィリピンにあるCLSA企業数社について行われた税額更正を受けて、CITICSはクレディ・ア

グリコル・グループに対して債務保証を求めた。かかる更正に対して異議が申し立てられている。見積られ

たリスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスの税務調査

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、2014年度から2015年度および2016年度から

2017年度の期間について、それぞれ2018年度および2019年度に調査を受け、当該期間については延滞金が徴

収された。2021年、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、これらの延滞金の一部に異

議を唱えて税務当局に請求を行った。訴訟手続が進行中である。

 

　プレディカの税務調査

プレディカは2022年度および2023年度の税務調査の対象であった。2019事業年度および2020事業年度につ

いて、2023年末に更正通知を受領した。プレディカは、更正点に対して意義を申し立てている。見積られた

リスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

　パシフィカの税務調査

パシフィカは、2024年に2021事業年度および2022事業年度の税務調査の対象であった。2021事業年度につ

いて、2024年末に更正通知を受領した。パシフィカは、更正点に対して異義を申し立てている。見積られた

リスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

6.10　未収収益・未払費用、前払金ならびにその他の資産および負債

 

未収収益、前払金およびその他の資産

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

その他の資産 42,545 46,484

棚卸資産およびその他 349 383

持続可能かつ総合的な開発に係る通帳式口座（LDD）の共同管理 - -

その他の債権
(1) 41,376 43,586

決済勘定 811 2,507

株主に対する債権－未払込資本金 9 9

未収収益および繰延収益 9,388 12,827

受金・振替勘定 3,315 3,217

調整勘定および仮勘定 1,462 2,348

未収収益 1,978 2,189

前払費用 1,579 1,428

その他の未収収益、前払金およびその他の資産 1,053 3,645

帳簿価額 51,934 59,313
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(1) 2024年12月31日現在、保証金の形をとる単一破綻処理基金として認識されている636.4百万ユーロ（2023年12月31日

現在は631.9百万ユーロ）を含む。

 

なお、金融の安定を維持することを目的としている欧州の規制枠組みは、金融機関および投資会社の再建

および破綻処理のための枠組みを定める2014年5月15日付の指令第2014/59/EU号により補完されている。2014

年7月15日付の規則（EU）第806/2014号により、関連機関向けに単一破綻処理メカニズム（SRM）の資金調達

制度が定められた。

保証金は、規則（EU）第806/2014号第70条第3項に規定される取消不能の支払コミットメントに依拠する機

関に対する保証に対応するものであり、当該規則において、かかるコミットメントの割合は、同条に従って

調達された拠出金の総額の30％を超えてはならないと規定されている。

2024事業年度に関し、取消不能の支払コミットメントの形を取る拠出金の額および手数料の形で支払われ

た金額はわずかであった。

2014年12月19日付の施行規則（EU）第2015/81号に従い、破綻処理措置により規則（EU）第806/2014号第76

条に基づく当該基金の介入が要求される場合、単一破綻処理委員会は、上記の規則（EU）第806/2014号第70

条第3項において定められた上限の範囲内で単一破綻処理委員会が設定した、当該基金の利用可能財源の範囲

内で取消不能の支払コミットメントの割合を再構成するために、規則（EU）第806/2014号に従ってなされた

取消不能の支払コミットメントの全部または一部について要求するものとする。

これらのコミットメントに伴う保証は、要求された取消不能の支払コミットメントに係る拠出金を当該基

金が適式に受領した後、2014年12月19日付の規則（EU）第2015/81号第3条に従い返還される。当行グループ

は、上記のメカニズムに関連して、予測可能な将来にユーロ圏において当行グループへの拠出金の要求を必

要とする破綻処理措置が実施されることは予想しておらず、また、銀行認可の喪失も取消も予想していな

い。

さらに、この保証金は、金融機関の資産において雑資産に分類されており、前事業年度と比較して変動は

なく、当行グループと単一破綻処理委員会との間で合意された取消不能の支払コミットメントおよび保証メ

カニズムに関する合意に従って支払われる。かかる項目は、2023年12月31日現在は631.9百万ユーロであった

のに対し、2024年12月31日現在は636.4百万ユーロであった。

 

未払費用、繰延収益およびその他の負債

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

その他の負債
(1) 46,240 44,936

決済勘定 1,357 3,068

その他の債務 36,164 39,901

売買目的有価証券に関連する負債 6,926 237

リース債務 1,791 1,728

その他 2 -

未払費用および繰延収益 14,828 15,632

受金・振替勘定
(2) 3,418 3,989

調整勘定および仮勘定 1,585 1,755

前受収益 1,551 1,507

未払費用 6,150 6,301

その他の未払費用、繰延収益およびその他の負債 2,124 2,081

帳簿価額 61,068 60,568

(1) 表示額は関連する債務を含む。

(2) 表示額は純額である。

 

6.11　売却目的保有非流動資産および非継続事業

 

売却目的保有非流動資産および非継続事業の貸借対照表

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日
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現金および中央銀行預け金 - -

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 27 -

ヘッジ手段のデリバティブ - -

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 - -

償却原価で測定する金融資産 131 -

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整 - -

当期税金資産および繰延税金資産 35 -

未収収益およびその他の資産 119 -

資産である発行した保険契約 - -

資産である保有している再保険契約 - -

持分法適用会社に対する投資 - -

投資不動産 2 9

有形固定資産 34 -

無形資産 1 -

のれん 473 -

資産合計 822 9

中央銀行からの預り金 - -

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債 - -

ヘッジ手段のデリバティブ - -

償却原価で測定する金融負債 - -

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整 - -

当期税金負債および繰延税金負債 13 -

未払費用およびその他の負債 181 -

負債である発行した保険契約 - -

負債である保有している再保険契約 - -

引当金 - -

劣後債務 - -

売却目的保有非流動資産および非継続事業の公正価値の調整（税金を除

く。）
- 21

負債および株主持分合計 194 21

売却目的保有非流動資産および非継続事業からの純資産 627 (12)

 
非継続事業の損益計算書
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

収益 - -

営業費用 - -

有形固定資産および無形資産の減価償却費、償却費および減損 - -

リスク費用 - -

税引前利益 - -

持分法適用会社の純利益持分 - 6

その他の資産に係る純利益／（損失） - -

のれんの変動額 - -

法人所得税 - -

当期純利益 - 6

非継続事業の公正価値の調整に関連する利益 - (9)

非継続事業からの純利益 - (3)

非支配持分 - -

非継続事業からの純利益－当行グループの持分 - (3)

 
非継続事業のキャッシュ･フロー計算書
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

営業活動による現金収入／（支出）純額 - -

投資活動による現金収入／（支出）純額 - -

財務活動による現金収入／（支出）純額 - -

合計 - -

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 749/1736



6.12　投資不動産

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

取得原価で測定する投資不動産 850 853

公正価値で測定する投資不動産 9,513 9,971

投資不動産合計 10,363 10,824

 

取得原価で測定する投資不動産

当行グループの財務書類において取得原価で測定する投資不動産は、第三者に賃貸しているものを含め、

保険契約の基礎となる項目ではない不動産である。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

売却目的保

有非流動資

産および非

継続事業

への振替

その他の

変動

2024年

12月31日

総額 1,010 - 32 (92) - - 76 1,026

減価償却および減損 (157) - (29) 22 - - (12) (176)

取得原価で測定する

投資不動産
(1) 853 - 3 (70) - - 64 850

(1) 第三者に賃貸している投資不動産を含んでいる。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

売却目的保

有非流動資

産および非

継続事業

への振替

その他の

変動

2023年

12月31日

総額 1,040 - 46 (46) - - (30) 1,010

減価償却および減損 (146) - (25) 12 - - 2 (157)

取得原価で測定する

投資不動産
(1) 894 - 21 (34) - - (28) 853

(1) 第三者に賃貸している投資不動産を含んでいる。

 

公正価値で測定する投資不動産

当行グループの財務書類において公正価値で測定する投資不動産は、直接連動有配当保険契約の基礎とな

る項目を構成する不動産である。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

公正価値の

変動

その他の

変動

2024年

12月31日

公正価値で測定する投

資不動産
9,971 - 505 (715) - (200) (48) 9,513

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

公正価値の

変動

その他の

変動

2023年

12月31日

公正価値で測定する投

資不動産
11,080 - 246 (306) - (1,098) 49 9,971

 

投資不動産の公正価値

クレディ・アグリコル・エス・エーの投資不動産は、適格な専門家によって評価されている。これらの独

立した不動産専門家は、市場価額を算定するために複数の評価手法を組み合わせて使用している。これらの

各手法の他の手法との比重には、一定の判断を要し、各不動産の市場特性（所在地および不動産の種類、す

なわち住宅、商業施設または事務所等）に応じて変化する。
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主要な評価手法および関連する主要な仮定は以下のとおりである。

・収益還元法。これは、対象の賃料収入に資産化率を適用することにより、当該不動産により生じると見

込まれる収益を資産化するもので、かかる賃料収入は一般に、当該不動産と同一の地理的地域に所在す

る同種の不動産に課される賃料と比較して決定される。その他に使用される主要な仮定は、将来におけ

る賃料の価格指数および空室率である。

・比較法。これは、同一または類似の不動産の売買に基づく比較を用いて市場価格を決定するものであ

る。

・割引キャッシュ・フロー（DCF）法。これは、特定の期間の予想キャッシュ・フローの総額または純額を

割り引くものである。この手法は主に、将来生じるキャッシュ・フローおよび賃料の価格指数、ならび

に使用する割引率の2つの仮定に基づいている。

投資不動産の評価では、商業用不動産・事務所用不動産に係る第三次産業向けの法令や、住宅用不動産に

係るエネルギー診断に関する新規則などの気候変動に関する規制要件を満たすために必要となる、計画され

た投資が考慮される。

専門家の意見に基づいて算定された、取得原価または公正価値で計上される大半の投資不動産の市場価額

（レベル2）は、2024年12月31日現在で10,635百万ユーロ（2023年12月31日現在においては11,092百万ユー

ロ）であった。

 

(百万ユーロ）  2024年12月31日 2023年12月31日

活発な市場における類似不動産商品の相場価格 レベル1 - -

観察可能なデータに基づく評価 レベル2 10,442 10,906

観察可能でないデータに基づく評価 レベル3 193 186

投資不動産の市場価額  10,635 11,092

 

6.13　有形固定資産および無形資産（のれんを除く。）

 

事業で使用している有形固定資産には、賃借人として賃借した資産を使用する権利が含まれる。

有形固定資産の減価償却および減損には、オペレーティング・リースに基づき賃貸した有形固定資産の減

価償却が含まれる。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2024年

12月31日

事業で使用している有形固定資

産
       

総額 15,991 268 1,997 (383) 14 (29) 17,859

減価償却および減損 (7,406) (61) (1,121) 335 (9) 114 (8,147)

帳簿価額 8,586 207 877 (48) 6 85 9,712

無形資産        

総額 9,709 446 836 (389) 2 (40) 10,564

減価償却および減損 (6,567) (56) (670) 154 - (13) (7,152)

帳簿価額 3,142 390 164 (235) 2 (52) 3,412

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

事業で使用している有形固定資

産
       

総額 12,457 2,559 1,686 (708) 35 (38) 15,991

減価償却および減損 (6,437) (624) (940) 602 (17) 11 (7,406)

帳簿価額 6,020 1,935 747 (107) 18 (27) 8,586

無形資産        

総額 8,830 336 713 (185) 16 - 9,709
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減価償却および減損 (5,736) (206) (592) 10 (3) (40) (6,567)

帳簿価額 3,094 130 120 (175) 12 (40) 3,142
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6.14　のれん

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

総額

2023年

12月31日

純額

増加

（取得）

減少

（処分）

期中の

減損損失

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2024年

12月31日

総額

2024年

12月31日

純額

資産収集 8,024 8,024 783 - - 27 (473) 8,361 8,361

うち保険 1,214 1,214 - - - - - 1,214 1,214

うち資産運用
(1)(2) 5,866 5,866 409 - - 38 (473) 5,840 5,840

うち国際ウェルス・マネジ

メント
(3) 944 944 374 - - (11) - 1,307 1,307

フランス国内リテール・バ

ンキング
5,263 4,161 - - - - - 5,263 4,161

国際リテール･バンキング 3,155 777 - - - (7) - 3,145 770

うちイタリア 2,871 757 - - - - - 2,871 757

うちポーランド 216 - - - - - - 220 -

うちウクライナ 31 - - - - - - 30 -

うちエジプト 37 20 - - - (7) - 24 13

専門金融サービス 3,165 1,419 - - - - 1 3,168 1,422

うち消費者金融（アゴスを

除く）
1,839 1,046 - - - - 1 1,841 1,048

うち消費者金融－アゴス 672 103 - - - - - 672 103

うちファクタリング 654 270 - - - - - 655 271

大口顧客 2,773 1,548 - - - 1 1 2,775 1,550

うちコーポレート・バンキ

ングおよび投資銀行
1,712 487 - - - 1 (1) 1,712 487

うち資産サービシング 1,061 1,061 - - - - 1 1,063 1,063

コーポレート・センター 9 - - - - - - 9 -

合計 22,390 15,929 783 - - 21 (471) 22,720 16,263

当行グループの持分 20,144 13,958 641 (11) - 15 (322) 20,463 14,282

非支配持分 2,246 1,969 143 12 - 6 (148) 2,258 1,981

(1) 資産運用事業について、2024年12月31日現在の409百万ユーロの増加は、アルファ・アソシエイツの取得に伴う288

百万ユーロ（決算日の為替レートの影響を除く。）およびアイシゴの買収に伴う121百万ユーロに関連してアムン

ディに計上されたものである。

(2) 資産運用事業について、「その他の変動」の列は、アムンディ米国のビクトリー・キャピタルとの合併計画に関連

してアムンディ米国に対し計上していたのれんを売却目的保有非流動資産へ分類変更（473百万ユーロ）したもので

ある。

(3) 国際ウェルス・マネジメント事業について、2024年12月31日現在の374百万ユーロの増加は、クレディ・アグリコ

ル・インドスエズによる、ベルギーのプライベート・バンクであるデグルーフ・ピーターカムの取得に伴うもので

ある。

 

CGUの使用価値の決定

のれんは、帰属する資金生成単位（CGU）の使用価値の評価に基づき、減損テストの対象となった。使用価

値は、当行グループの経営上作成された3年間（2025年度から2027年度）にわたる活動予測に、標準化された

最終年度に収束させるため4年目および5年目も推計に含めて導出されたCGUの見積将来キャッシュ・フローを

割り引いて決定されている。予測される財政軌道は、特に金利およびインフレの予想される動向を考慮した

経済シナリオに基づいている。

2024年度は、ディスインフレが広い範囲で継続したこと（世界の平均インフレ率は5％、12月には前年比で

4.5％）により金融緩和を開始することが可能になったことが特徴的であった。政策金利は高止まりしたまま

維持されていたが、主要中央銀行は夏に利下げを開始した。ECBはその預金金利を150ベーシス・ポイント引

き下げ（2024年12月には3％、リファイナンス金利は3.15％）、米国連邦準備制度はフェデラル・ファンド・

レートの目標を100ベーシス・ポイント引き下げた（2024年12月の上限は4.50％）。これらは、長期金利に

よって広く予想されていた動きであり、特に米国では、長期金利（10年物米国財務省証券）が約65ベーシ

ス・ポイント近く（4.60％近くまで）上昇している。ユーロ圏では、成長見通しの低迷および緩やかなイン

フレを背景に、2年物および10年物のスワップ・レートが年間でそれぞれ65ベーシス・ポイントおよび15ベー
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シス・ポイント（それぞれ2.20％および2.35％まで）低下した。ソブリン・スプレッドの動向は、経済的お

よび政治的観点の両方からの経済の相対的なパフォーマンスを反映しており、ドイツでは困難が高まった

が、欧州周縁部ではその政治的安定および／または比較的強い経済成長の恩恵を受けた。ドイツ国債（ドイ

ツ10年物）の金利は、年間で30ベーシス・ポイント上昇したが（2.35％に上昇。すなわち、2023年12月末時

点の10年物スワップ・レートの水準はこれより50ベーシス・ポイント近く低かった。）、欧州周縁部のスプ

レッドは縮小した。2024年度末時点で、スペイン、イタリアおよびフランスの10年物金利の対ドイツ国債ス

プレッドは、それぞれ約120ベーシス・ポイント、70ベーシス・ポイントおよび80ベーシス・ポイント（すな

わち、年間でマイナス25ベーシス・ポイント、マイナス50ベーシス・ポイントおよびプラス30ベーシス・ポ

イントの変動）であった。

新政権が講じる措置の範囲および時期に関する仮定が公表されたことで、米国では、経済の回復力だけで

なく、インフレ率の上昇、緩やかな金融緩和および長期金利の上昇圧力が予想されている。米国連邦準備制

度は、2024年度に合計100ベーシス・ポイントの利下げを行っており、2025年度上半期には、合計50ベーシ

ス・ポイントの追加緩和を行いフェデラル・ファンド・レート（目標範囲の上限）を4.00％まで引き下げた

後に、長期の休止を発表するものと予想されている。ユーロ圏では、成長の低迷が予想される。インフレ率

は目標に沿っており、景気後退も見えないことから、ECBは、政策金利を通じて緩やかな緩和を継続する一

方、量的引締めを延長すると予想される。ECBは、2024年度に25ベーシス・ポイントの引下げを4回実施して

おり、1月、3月および4月の会合で25ベーシス・ポイントの利下げを実施した後に、預金金利を中立金利の推

定値（2.50％）をわずかに下回る2.25％で維持するものと予想されている。

すべてが米国における長期金利上昇のシナリオを示唆している。経済シナリオ（成長の限定的な鈍化およ

び期初に集中したインフレの緩和）および緩やかな金融緩和とそれに続く早期の休止を考慮すると、金利

（10年物米国財務省証券）は、2025年度末には4.50％に近づくと予想される。ユーロ圏でも、市場の過度に

大胆な金融緩和への期待が修正されてスワップ・レートが上昇する可能性、ECBのバランスシートの縮小（量

的引締め）に伴う政府債の量の増加、依然として高い国内の純発行量、および米国の金利上昇が欧州の金利

にも波及することなど、複数の要因がソブリン金利上昇のシナリオをもたらしている。かかるシナリオで

は、10年物スワップ・レート2.25％に対して、ドイツ、フランスおよびイタリアの（10年物）金利は2025年

度末にそれぞれ2.55％、3.15％および3.55％になると予測している。

 

2024年12月31日現在で実施された減損テストの目的上、持続成長率、割引率およびリスク加重資産におけ

るCET1資本配分率は、下表のとおり事業部門別に分布されている。

 

2024年度（クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの全部連結会社）
持続成長率 割引率 資本配分率

フランス国内リテール・バンキング－

LCL
2.0％ 7.7％ 10.67％

国際リテール・バンキング－イタリア 2.0％ 9.3％ 10.36％

国際リテール・バンキング－その他 4.0％ 18.75％ 8.50％

専門金融サービス 2.0％ 7.7％から9.9％ 10.21％から10.58％

資産収集 2.0％ 7.7％から8.6％

9.98％から10.32％

ソルベンシー・マージンの

80％（保険）

大口顧客 2.0％ 8.2％から9.6％ 9.98％から10.55％

 

割引率は、15年間の月次平均をもとに決定される。2024年度末現在の割引率の水準は、前事業年度と比較

して10ベーシス・ポイントから20ベーシス・ポイントの小幅な低下を示している。

2024年12月31日現在の持続成長率は、国際リテール・バンキング－その他（2023年度の5％に対して4％）

を除き、2023年12月31日現在から変化がないままであった。
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主な評価パラメータに対するCGU評価の感応度

　すべてのCGUに対して一律に適用される特定の評価パラメータの変動に対する、各主要事業セグメントを構

成するCGUの使用価値の感応度は、下表のとおりである。

 

配分された資

本に対する

感応度

割引率に対する感応度

最終年度における

リスク費用

に対する感応度

最終年度における

費用収益比率

に対する感応度

2024年度
+100ベーシ

ス・ポイント

-50ベーシ

ス・ポイント

+50ベーシ

ス・ポイント
-10％ +10％

-100ベー

シス・ポ

イント

+100ベー

シス・ポ

イント

フランス国内

リテール・バ

ンキング－LCL

(3.8％) 10.2％ (8.5％) 2.2％ (2.2％) 3.3％ (3.3％)

国 際 リ テ ー

ル・バンキン

グ－イタリア

(3.5％) 5.7％ (5.0％) 2.0％ (2.0％) 2.1％ (2.1％)

国 際 リ テ ー

ル・バンキン

グ－その他

(3.3％) 2.4％ (2.3％) 0.8％ (0.8％) 1.0％ (1.0％)

専門金融サー

ビス
(5.9％) 10.7％ (9.0％) 9.6％ (9.6％) 4.7％ (4.7％)

資産収集 (0.6％) 9.7％ (8.2％) NS NS 1.5％ (1.5％)

大口顧客 (1.2％) 7.5％ (6.5％) 0.5％ (0.5％) 2.3％ (2.3％)

 

これらのテストにより、国際リテール・バンキング－イタリアのCGUは、モデルのパラメータの悪化に対す

る感応度が以前よりも低くなっていることが確認されている。ただし、フランス国内リテール・バンキング

－LCLのCGU、消費者金融（アゴスを除く）のCGUおよび消費者金融（アゴス）のCGUの、特定のパラメータの

変動に対する感応度に変更はない。

財務パラメータに関して、

・割引率が50ベーシス・ポイント上昇しても、いずれのCGUについても、使用価値と連結上の帳簿価額との

間にマイナスの差異は生じない。

・割引率が100ベーシス・ポイントと大幅に上昇すると仮定した場合、すべてのCGUの差異は引き続きプラ

スとなる。

・CGUに配分されたCET1資本のレベルが100ベーシス・ポイント上昇した場合でも、すべてのCGUについてプ

ラスの差異が生じる。

業務パラメータに関して、

・シミュレーションされた悪化の仮定（すなわち、予測の最終年度におけるリスク費用が10％増加し、同

年度における費用収益比率がプラス100ベーシス・ポイント変動するシナリオ）でも、すべてのCGUにつ

いて使用価値と連結上の帳簿価額との差異はマイナスにはならない。ただし、消費者金融－アゴスのCGU

は例外で、その差異はわずかにマイナスとなり、約-10百万ユーロとなる。
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6.15　引当金

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

範囲の

変更
繰入額

取崩した

戻入額

未使用

戻入額

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2024年

12月31日

住宅購入制度リスク 41 - 2 - (3) - - 39

融資コミットメント

の実行リスク
976 - 883 - (681) 23 (23) 1,177

オペレーショナルリ

スク
145 - 88 (19) (30) (1) (4) 179

退職給付および類似

の給付
(1) 1,345 8 128 (116) (64) (2) (39) 1,260

訴訟 344 - 48 (25) (80) 1 46 334

株式投資 - - - - - - - -

リストラクチャリン

グ
5 - 7 (1) - - - 10

その他のリスク 661 5 407 (97) (190) (1) (16) 770

合計 3,516 13 1,563 (259) (1,048) 20 (36) 3,770

(1) うち、注記7.4に詳述される確定給付制度に基づく退職後給付に係る引当金は851百万ユーロ（長期雇用報奨の引当

金117百万ユーロを含む。）。

 

2024年12月31日現在、退職給付および類似の給付には、リストラクチャリング制度に係る社会的費用から

発生する引当金103百万ユーロ（2023年12月31日現在は156百万ユーロ）が含まれている。リストラクチャリ

ング引当金には、かかる制度の非社会的費用が含まれている。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更
繰入額

取崩した

戻入額

未使用

戻入額

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

住宅購入制度リスク 335 - - - (294) - - 41

融資コミットメント

の実行リスク
954 - 759 (6) (722) (15) 6 976

オペレーショナルリ

スク
182 1 58 (17) (80) - 1 145

退職給付および類似

の給付
(1) 1,214 59 163 (175) (37) (14) 135 1,345

訴訟 361 1 94 (68) (52) - 8 344

株式投資 - - - - - - - -

リストラクチャリン

グ
13 - - (3) (5) - - 5

その他のリスク 462 116 255 (51) (110) (14) 2 661

合計 3,521 177 1,330 (320) (1,301) (44) 152 3,516

(1) うち、確定給付制度に基づく退職後給付に係る引当金は884百万ユーロ（長期雇用報奨の引当金118百万ユーロを含

む。）。

 

調査、情報の提供要請および訴訟手続

クレディ・アグリコル・エス・エーは、通常の業務の過程において、定期的にフランス国内および国外の

様々な機関による訴訟手続ならびに情報の提供要請、調査、統制およびその他の規制または法的手続の対象

となっている。認識された引当金は、決算日現在で保有する情報を考慮した経営陣による最善の判断を反映

したものである。

 

　外国資産管理室（OFAC）

2015年10月、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポ

レート・アンド・インベストメント・バンク（クレディ・アグリコル・CIB）は、米国経済制裁の対象国との

米ドル建て取引に関して調査を行っていた米国およびニューヨークの当局と、合意に達した。この合意の対

象となる事象は、2003年から2008年までに行われた。
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米国およびニューヨークの当局の調査に協力していたクレディ・アグリコル・CIBおよびクレディ・アグ

リコル・エス・エーは、合計787.3百万米ドル（すなわち692.7百万ユーロ）の罰金を支払うことに同意し

た。この罰金は既存の準備金から支払われたため、2015年度下半期の会計には影響していない。

連邦準備制度理事会（連邦準備銀行）およびニューヨーク州金融サービス局（NYDFS）との合意は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが行った。米国財務省の外国資産管理室

（OFAC）との合意は、クレディ・アグリコル・CIBが行った。またクレディ・アグリコル・CIBは、コロンビ

ア特別区連邦検事局（USAO）およびニューヨーク郡地方検事局（DANY）と、それぞれ3年の訴追延期合意

（DPA）も締結した。2018年10月19日、USAOおよびDANYとの2件の訴追延期合意は3年の期間が満了し、クレ

ディ・アグリコル・CIBはDPAに基づくすべての義務を履行した。

クレディ・アグリコルは、国際制裁に係る法律に関する内部手続およびその遵守プログラムを引き続き強

化し、米国連邦当局およびニューヨーク州当局と、本国の規制当局である欧州中央銀行およびフランスの金

融健全性規制監督・破綻処理機構（ACPR）と、ならびに世界ネットワークにおける他の規制当局と、今後も

十分に協力していく。

NYDFSおよび米国連邦準備銀行との間で締結された合意に従い、クレディ・アグリコルの遵守プログラム

は、その有効性を評価するため定期的に審査を受ける。この審査には、NYDFSから1年の任期で任命される外

部コンサルタントによる審査、および米国連邦準備銀行の承認を受けた外部コンサルタントによる年1回の審

査が含まれる。

 

　Euribor／Liborおよびその他の指数

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIBは、多くの銀行間

金利に寄与する者として、複数の当局より情報提供の要請を受けている。これは、(ⅰ)多くの通貨における

Libor（ロンドン銀行間取引金利）、Euribor（欧州銀行間取引金利）およびその他特定の市場指数の計算、

ならびに(ⅱ)これらの金利および指標に関連する取引についての調査の一環である。これらの要請は、2005

年から2012年までの複数の期間にわたっている。

当局に対する協力の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・

アグリコル・CIBは、議論の相手であった様々な当局、特に米国の当局－DOJ（司法省）およびCFTC（商品先

物取引委員会）－に要請された情報を収集するための調査を行った。それ以来、これらの当局からクレ

ディ・アグリコル・エス・エーまたはクレディ・アグリコル・CIBに対する要請はない。

さらに、クレディ・アグリコル・CIBは現在、LiborおよびEuriborの両方について、フロリダ州検事総長に

よる調査を受けている。それ以降、当該当局からクレディ・アグリコル・CIBに対する要請はない。

調査および和解手続の不調を経て、欧州委員会は2014年5月21日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよ

びクレディ・アグリコル・CIBに対し、Euriborに関するデリバティブの競争を阻止、制限または歪曲する目

的および／もしくは効果を有する合意または協調行動について、異議申立書を送達した。

2016年12月7日付の決定において、欧州委員会は、ユーロ建て金利デリバティブのカルテルに参加したとし

て、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに合わせて114,654,000ユーロの

制裁金を科した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に異議

を申し立て、欧州一般裁判所に対して決定の無効を訴えた。2023年12月20日、同裁判所は、制裁金を

110,000,000ユーロに減額し、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBによる

とされた行為の一部を棄却する判決を下したが、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグ

リコル・CIBが提起した主張のほとんどを退けた。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグ

リコル・CIBは、この決定に対して2024年3月19日に欧州司法裁判所に上訴した。欧州委員会もまた、欧州一

般裁判所の決定の取消しを求める交差上訴を行った。
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　SSA債

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、米ドル建てSSA債（国際機関

債、準ソブリンおよび政府機関債）の流通市場取引に関与した複数の銀行の活動についての調査に関連し

て、複数の規制当局から情報提供の要請を受けた。クレディ・アグリコル・CIBは、これらの規制当局への協

力を通じて、要請された情報を収集するための内部調査を実施した。2018年12月20日、欧州委員会は、米ド

ル建てSSA債の流通市場取引における欧州競争法違反の疑いに関する調査に含まれた、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBを含む複数の銀行に対して、異議告知書を送付した。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、かかる異議について認識し、2019年3

月29日に回答を送付し、2019年7月10日および11日に口頭審理を受けた。

2021年4月28日付の決定で、欧州委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBに、米ドル建てSSA債の流通市場取引においてカルテルに参加したとして、合わせて3,993,000ユー

ロの制裁金を科した。2021年7月7日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIB

は、この決定を不服として、欧州一般裁判所に提訴した。同裁判所は当該提訴を2024年11月6日に棄却した。

クレディ・アグリコル・CIBは、他行と共に、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所における暫定

的併合集団訴訟の当事者となった。当該訴訟は、原告が当事者適格を得るのに十分な損害の申立てをするこ

とができなかったという理由により、2018年8月29日に却下された。しかしながら、原告は、かかる瑕疵の是

正を試みる機会が与えられた。原告は、2018年11月7日に修正訴状を提出した。クレディ・アグリコル・CIB

は、他の被告と同様に、当該修正訴状の却下の申立てを行った。2019年9月30日付の決定により、クレディ・

アグリコル・CIBに対する本集団訴訟は管轄ではないことを理由に却下され、当該裁判所は、その後の判決

で、原告はいずれにせよ米国反トラスト法違反を立証できなかったと判断した。2020年6月、原告はかかる2

件の判断に対し控訴した。2021年7月19日、第2巡回区控訴裁判所は、原告が米国反トラスト法違反を立証し

ていないとする当該裁判所の立場を支持した。原告がこの決定に対して米国最高裁判所に不服申立てを行う

期限は、原告がこの点について上訴しないまま2021年12月2日に経過した。その後、原告は、第一審裁判所の

裁判官が訴訟の開始時に利益相反を明らかにしていなかったことを理由に、第一審裁判所の判決を取り消す

ための申立てを行う承認を求めた。本件は、この申立てを審査するために新しい裁判官に割り当てられ、か

かる新しい裁判官は、本件に関する見解を提出するよう両当事者に命じた。2022年10月3日、かかる裁判官で

あるヴァレリ・カプロニ地方裁判所裁判官は意見書を公表し、判決を無効にするという原告の申立てを却下

し、裁判所書記官に本件を終結させるように指示した。原告はカプロニ裁判官の決定に上訴しなかった。

2019年2月7日、クレディ・アグリコル・CIBおよび米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所で係属中

の集団訴訟の他の被告に対して、2件目の集団訴訟が提起された。2020年7月、原告は当該訴訟を自主的に取

り下げた。

2018年7月11日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他の銀行と共

にカナダのオンタリオ州最高裁判所に提起された集団訴訟について通知を受けた。また、カナダ連邦裁判所

に新たな集団訴訟が提起された。オンタリオ州最高裁判所に提起された訴訟は、2020年2月19日に却下され

た。被告であるクレディ・アグリコルは、連邦裁判所での手続を終了させることで原則的に合意した。最終

的な合意は、2024年11月15日に連邦裁判所によって承認された。

 

　オサリバンおよびタベラ

2017年11月9日、イラクにおけるテロ攻撃によって負傷しまたは殺害されたと主張する人々（またはその家

族もしくは遺産管理人）が、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所に対し、クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

（クレディ・アグリコル・CIB）を含む複数の銀行に対する訴状を提出した（「オサリバンⅠ」事件）。

2018年12月29日、同じ個人集団が、57名の新たな原告を加えて、同じ被告に対して別の訴状を提出した

（「オサリバンⅡ」事件）。

2018年12月21日、別の個人集団が、同じ被告に対して訴状を提出した（「タベラ」事件）。
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かかる3件の訴状は、クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被

告が、イランおよびその代表者と共謀して米国の制裁に違反し、米国の反テロリズム法およびテロ支援者制

裁法に反してイランの企業と取引を行った、と主張して損害賠償を求めているが、その金額は明らかにして

いない。

「オサリバンⅠ」事件では、裁判所は2019年3月28日に訴状を却下し、2020年2月25日に原告の訴状修正の

申立てを却下し、2021年6月29日に原告による控訴を認める終局判決を求める原告の申立てを却下した。2023

年11月9日、裁判所は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが当事者では

ない3件の反テロリズム法関連訴訟（フリーマン対HSBCホールディングスPLC（第14-cv-6601号事件（ニュー

ヨーク州東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅠ」事件）、フリーマン対HSBCホールディングスPLC

（第18-cv-7359号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅡ」事件）およびス

ティーブンス対HSBCホールディングスPLC（第18-cv-7439号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判

所）））の特定の申立ての判決が出るまで、「オサリバンⅠ」事件を保留した。

「オサリバンⅡ」事件は、2023年12月20日以降、「オサリバンⅠ」事件の判決が出るまで保留されてい

る。

「タベラ」事件も、2024年10月17日以降、「フリーマンⅠ」、「フリーマンⅡ」および「スティーブン

ス」事件の特定の申立ての判決が出るまで保留されている。

 

　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・エス・エーの完全子会社であるクレディ・アグ

リコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.およびその子会社が販売するリボルビング・

ローンの金利の見直し条件が、かかる金利の改定および利息の過払いの可能性に関して借り手からの申立て

の対象となっている。

2019年1月21日、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.の2つの子

会社が関連する2件の別の訴訟において、オランダの金融サービス苦情処理当局であるKIFIDの控訴委員会

は、消費者が金利決定の具体的な要因に関する情報を全くまたは十分に持たない場合、個別の金利は消費者

ローンの市場金利の傾向に従う必要があると決定した。

2020年5月、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.は、債務者の

利益のために、KIFIDのかかる決定を考慮した補償計画を実施した。オランダのその他の機関も補償計画を実

施した。クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.の監督委員会は、こ

の補償計画を2021年3月1日に終了することを決定した。

 

CACEISジャーマニー

2019年4月30日、CACEISジャーマニーは、バイエルンの税務当局から、2010年に多数の顧客に還付された配

当税の払戻しを求める申立てを提起された。

請求額は312百万ユーロであった。これに伴い、148百万ユーロの利息（年率6％で計算）の支払も求められ

た。

CACEISジャーマニー（CACEISバンク・エス・エー）は、この請求に何ら根拠が見られないため断固として

争う姿勢である。CACEISジャーマニーは、この配当税の払戻しに関するミュンヘンの税務当局の請求に対し

て争うためにミュンヘンの税務当局に複数の不服を申し立てを行い、一方で本案の最終決定が出るまで支払

を猶予するよう求めた。利息148百万ユーロの支払猶予は認められたが、312百万ユーロの払戻猶予は却下さ

れた。CACEISバンク・エス・エーは、この却下の決定につき不服を申し立てた。却下の決定は拘束力を有す

るため、CACEISバンク・エス・エーは312百万ユーロを支払ったが、不服申し立てが行われていることを考慮

して、同額の債権を計上した。2022年11月25日付の決定において、ミュンヘン税務当局は本案に関する

CACEISバンク・エス・エーの申立てを却下し、2022年12月21日、CACEISバンク・エス・エーは、ミュンヘン
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税務当局の上記の決定および上記の配当税払戻請求に対して、ミュンヘン租税裁判所に提訴した。CACEISバ

ンク・エス・エーは、その主張に確信を持っており、会計上の変更は一切行っていない。

 

CAバンク・ポルスカ

2007年から2008年にかけて、CAバンク・ポルスカおよび他のポーランドの銀行は、スイス・フラン（CHF）

建てまたはCHFを指数としてポーランド・ズウォティ（PLN）建てで返済されるモーゲージ・ローンを提供し

た。ポーランド通貨（PLN）に対するCHFの為替相場が大幅に上昇したことで、借り手のローン返済額が大幅

に増加した。

裁判所が、銀行が適用為替レートを一方的に決定することを認めるこれらのローン契約の条項は不公正で

あると判断していることから、銀行に対して提起される訴訟件数は増え続けている。

2022年5月、CAバンク・ポルスカは、借り手から提起された訴訟に対し、和解プログラムを開始した。

 

H2Oファンド保有者による訴訟

2023年12月20日および26日、「コレクティフ・ポルトゥールH2O」として知られる団体に属する合計6,077

の個人および法人が、H2O AM LLP、H2O AMユロップSASおよびH2O AMホールディングに対して申し立てた実質

的な訴訟の一部として、ナティクシス・インベストメント・マネージャーズおよびKPMGオーディットととも

に、CACEISバンクに対する訴訟をパリ商事裁判所に提起した。

2024年5月28日、パリ商事裁判所において係属中の本訴訟に新たな当事者が加わり、原告の総数は9,004と

なった。2024年12月17日、原告の数は8,990に減少した。

原告は、H2Oグループの会社が運用するファンドの投資口の保有者（その資産の一部は2020年にサイドポ

ケットに分離された。）またはこれらのファンドの投資口に投資する保険契約の保有者である。原告は、当

該ファンドが分離された結果被ったと考えている、2024年5月28日時点で評価した824,416,491.89ユーロの損

失に関して、すべての被告が連帯して賠償責任を負うことを求めている。かかる評価額は、2024年12月17日

に750,890,653.73ユーロに減額された。

原告は、CACEISバンクがH2Oグループおよび他の共同被告と連帯責任を負うことを求める中で、CACEISバン

クが当該ファンドのカストディアンとして注意義務に違反したと主張している。

 

住宅購入貯蓄制度

 

　貯蓄期間中に住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定により積み立てられた預金

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 10,497 9,597

4年から10年 36,293 45,400

10年超 37,146 40,646

住宅購入貯蓄制度合計 83,936 95,643

住宅購入貯蓄勘定合計 14,041 13,897

住宅購入貯蓄契約により積み立てられた預金合計 97,977 109,540

 

顧客資産（政府の補助金は含まない。）は、2024年12月31日現在の財務書類については2024年11月末時点

の帳簿価額に、2023年12月31日現在の財務書類については2023年11月末時点の帳簿価額に基づいている。

 

　住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度で付与された貸出金残高

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

住宅購入貯蓄制度 23 6

住宅購入貯蓄勘定 6 4

住宅購入貯蓄契約で付与された貸出金残高合計 30 10
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　住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度に係る引当金
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 3 4

4年から10年 4 6

10年超 30 30

住宅購入貯蓄制度合計 38 40

住宅購入貯蓄勘定合計 1 1

住宅購入貯蓄契約に係る引当金合計 39 41

 

住宅購入貯蓄制度は以下の3つの要素で構成される。

・住宅購入貯蓄制度（以下「HPSP」という。）の保有者に、あらかじめ設定された金利条件で投資を延長

できるオプションが付された貯蓄要素

・あらかじめ設定された金利条件下で将来行われる可能性のある、HPSPおよび住宅購入貯蓄勘定（以下

「HPSA」という。）による貸出金に伴うコミットメント要素

・既に実行されているが、実行時点で市場金利と同じではない金利条件で実行された可能性のあるHPSPお

よびHPSAの貸出金に関連する信用要素

2024年12月31日、クレディ・アグリコル・エス・エーは住宅購入貯蓄制度（HPSP）を2024年6月30日の水

準、すなわち39百万ユーロで凍結することを決定した。

HPSP/HPSA契約に基づく権利を利用できる顧客オプションにより、低金利で融資を受けることが可能にな

る。2022年以前はごくわずかしか利用されておらず、2023年の歴史的な金利上昇による不動産市場の混乱た

め、未だ顧客による利用はほとんどない。不動産市場の最近の安定化により将来のHPSPおよびHPSAにおける

貯蓄口座設定金利係数の水準について不確実性が高まっている。評価作業は開始されており、現在も進行中

である。

予防措置として、引当金の水準は2024年12月31日に凍結された。

コミットメント要素の引当金の計算では、専門家の意見に従って設定された2.5％、2％、1.5％および1％

のHPSPの組成率のパラメータ、すなわち四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数およびHPSP契約の枠内で供与さ

れた貸出金の割合が考慮される。これらのパラメータは、当行の利用可能な実績に基づく専門家の評価が現

在の状況を反映しない場合に限り、専門家の意見に基づき設定されている。

四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数が0.1％増加すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・

アグリコル・エス・エーの引当金は3％増加する。HPSP契約に基づいて付与された貸出金の割合が0.1％増加

すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・アグリコル・エス・エーの引当金は6％減少する。

なお、現在のモデルを使用して住宅購入貯蓄制度の計算を更新した場合、平均年間金利が50ベーシス・ポ

イント近く低下したことに伴い、引当金額の14％が自動的に追加されることになる。

制度の期間は、加入している制度の設定の中間日を基準に決定される。

地域銀行に積み立てられた住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定はすべて、クレディ・アグリコル・

エス・エーの連結財務書類の負債に全額認識されている。

上記の表では、住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定に係る貸出金残高のうち、半額がクレディ・ア

グリコル・エス・エーに認識され、残りの半額が地域銀行に認識されている。

引当金に計上された金額は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびLCLが負うリスクに相当する。

したがって、計上された引当金とクレディ・アグリコル・エス・エーの貸借対照表上の残高との比率は、

住宅購入貯蓄リスクの引当金の水準を示すものではない。

 

6.16　劣後債務

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

期限付劣後債務
(1) 29,049 25,104

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 761/1736



永久劣後債務
(2) - -

相互保証預託金 224 213

参加型有価証券・ローン - 1

帳簿価額 29,273 25,317

(1) 期限付劣後債（TSR）の発行を含む。

(2) 超劣後債（TSS）および永久劣後債（TSDI）の発行を含む。

 

劣後債の発行

クレディ・アグリコル・エス・エーによる劣後債の発行は規制資本管理の一部であり、またクレディ・ア

グリコル・エス・エーのすべての業務の借換に貢献している。

金融機関および投資会社の資本要件に係る欧州指令および規則（CRD Ⅳ/CRR
(1)

）ならびにそのフランス法

における適用条件は、劣後債が規制資本適格となる条件を定め、また、これらの条件を満たさないかまたは

外れる発行済証券の適格性を段階的に無効にするという条件を定めている。

新発債、既発債を問わず、劣後債の発行はすべて、一定の状況において全部もしくは一部の償却または資

本への転換があること、また、金融機関および投資会社の再編および破綻に関する欧州指令（BRRD
(2)

）を置

き換えて適用されるフランス法に従って、ベイルインの対象となる可能性が高い。

劣後債は、上位無担保優先債券または非上位無担保優先債券とは異なり、その清算の順位（元本および利

息）は、適用されるフランス法を明示的に参照する劣後条項によって契約上規定されている。（劣後債は、

非上位無担保優先債券および上位無担保優先債券の下位に位置する。）。その結果、劣後債は、いかなる場

合でもこれらの無担保優先債券よりも先に、特に発行体の破綻処理の一環で所管当局によりベイルイン条項

が発動される場合に、資本に転換または評価損が計上される。同様に、同発行体が清算された場合は、それ

ら劣後債の債権者は、これらの上位無担保債券および非上位無担保債券への支払いが行われた後に、依然と

して利用可能な資金がある場合にのみ支払われるとされている。

(1) 2019年5月20日付の指令（EU）第2019/878号（およびそのフランス法への置き換え）による改正および修正を含む

2013年6月26日付の指令第2013/36/EU号、ならびに特に2019年5月20日付の規則（EU）第2019/876号による補足お

よび改正を含む2013年6月26日付の規則（EU）第575/2013号。

(2) 特に2019年5月20日付の指令（EU）第2019/879号による補足および改正を含む2014年5月15日付の指令第

2014/59/EU号。

 

6.17　株主持分

 

2024年12月31日現在の所有者構成

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーが認識している、資本および議決権の所有割合

は以下のとおりである。

 

株主
2024年12月31日

現在の株式数

資本金

持分割合(％)

議決権の

所有割合(％)

SASリュ・ラ・ボエスィ 1,898,995,952 62.45％ 62.78％

自己株式 16,247,289 0.53％ -

従業員（ESOP） 198,691,991 6.53％ 6.57％

一般 927,095,795 30.49％ 30.65％

合計 3,041,031,027 100.00％ 100.00％

 

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は9,123,093,081ユーロで、額面金額が

3ユーロの全額払込済普通株式3,041,031,027株で構成されている。

SASリュ・ラ・ボエスィはクレディ・アグリコル地域銀行により全額出資されている。
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2024年10月1日に開始されたクレディ・アグリコル・エス・エーの株式買戻しプログラムが、2024年11月6

日にすべて完了した。同日現在、15,128,677株のクレディ・アグリコル・エス・エーの普通株式が、独立投

資サービス提供者に与えた取消不能の指示に基づき、総額208,465,605ユーロの買取価格で購入されている。

したがって、この取消不能の指示は同日に終了した。かかる買戻しの取引は、2024年度の従業員割当増資に

よる希薄化効果を相殺するためのものであり、本株式買戻しプログラムにより購入された株式は消却される

予定である。

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式に関して、2006年10月25日にクレディ・アグリコル・シュヴ

ルー・エス・エー（ケプラーによる買収後、2013年にケプラー・シュヴルーに改称）との間にマーケット・

メイキング契約が締結された。

この契約は毎年自動的に更新される。担当者が完全な独立性をもって、またEU規則第596/2014号および第

2016/908号の規定ならびにフランス金融市場庁の決定第2021-01号に従い契約に規定された業務を行うことが

できるように、この契約には最大50百万ユーロが割り当てられている。

当行の認識では、直接的、間接的もしくは共同で資本または議決権を5％以上所有する株主は他にはいな

い。

 

1株当たり利益

 2024年12月31日 2023年12月31日

当期純利益－当行グループの持分（百万ユーロ） 7,087 6,348

永久超劣後債に係る支払利息（百万ユーロ） (463) (458)

AT1償還に伴う影響（百万ユーロ） (266)  

普通株式の株主に帰属する純利益（百万ユーロ） 6,358 5,890

流通している当期加重平均普通株式数 3,015,082,065 3,031,055,333

調整比率 1.000 1.000

希薄化後1株当たり利益の計算に使用された加重平均普通株式数 3,015,082,065 3,031,055,333

基本的1株当たり利益（ユーロ） 2.109 1.943

継続事業による基本的1株当たり利益（ユーロ） 2.109 1.944

非継続事業による基本的1株当たり利益（ユーロ） - (0.001)

希薄化後1株当たり利益（ユーロ） 2.109 1.943

継続事業による希薄化後1株当たり利益（ユーロ） 2.109 1.944

非継続事業による希薄化後1株当たり利益（ユーロ） - (0.001)

 

劣後債および超劣後債に帰属する純利益は、劣後債とその他Tier 1超劣後債の発行に係る発行費用および

経過利息に相当する。かかる金額は、2024年12月31日現在、-463百万ユーロであった。

クレディ・アグリコル・エス・エー株の平均価格の変動を考慮すると、クレディ・アグリコル・エス・

エーのすべてのストック・オプション制度は希薄化効果をもたらさない。

クレディ・アグリコル・エス・エーによる希薄化効果のある潜在株式がないため、基本的1株当たり利益は

希薄化後1株当たり利益と同じとなる。

 

配当金

2024事業年度について、2025年2月4日に開催されたクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会で、

2025年5月14日の株主総会において2025年5月28日を支払日として1株当たり1.10ユーロの現金配当の支払を提

案する旨の決定がなされた。

 

各事業年度の提案（ユーロ） 2024年度 2023年度 2022年度 2021年度 2020年度

配当 1.10 1.05 1.05 1.05 0.80

 

当期中の支払配当金

2024年5月22日に開催されたクレディ・アグリコル・エス・エーの株主総会で、1株当たり1.05ユーロの現

金配当の支払が承認された。したがって、配当金総額3.2十億ユーロが支払われた。
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利益処分

利益処分案は、2025年5月14日水曜日に開催されるクレディ・アグリコル・エス・エーの合同株主総会で、

取締役会により提出される決議案に記載されている。

クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）の2024事業年度における純利益は好調で3,472,821,814ユー

ロであった。

取締役会は、合同株主総会に対し、以下の事項を提案することを決定した。

・当事業年度の利益を3,472,821,814ユーロ計上すること。

・(ⅰ)既に資本金の10分の1に達しているため、法定準備金への割当がなかったこと、および(ⅱ)利益剰余金

15,721,442,069ユーロを考慮して、分配可能利益を19,194,263,883ユーロ計上すること。

・1株当たりの普通配当金を1.10ユーロとすること。

・分配可能利益から配当金3,327,262,112ユーロ
(1)

を支払い、分配されなかった利益の残高15,867,001,771

ユーロ
*
を利益剰余金に割り当てること。

(1) この金額は、2024年12月31日現在の配当適格株式数に基づいて設定され、配当適格株式数に変更があった場合

は、適宜調整される。利益剰余金勘定に割り当てられる金額は、実際に支払われた配当金を基準に適宜決定され

る。

 

永久金融商品

当行グループの持分に分類される永久劣後債および永久超劣後債の主な発行は、以下のとおりである。

 

発行日 通貨

2023年

12月31日

現在の表示通

貨建て金額

（百万）

部分的な

買戻しお

よび償還

（百万）

2024年

12月31日

現在の表示通

貨建て金額

（百万）

2024年12月31日現在  

開始時の為替

レートによる

ユーロ建て金

額（百万ユー

ロ）

当行グルー

プの支払利

息（百万

ユーロ）

発行費用（税

金控除後）

（百万ユー

ロ)

当行グルー

プの株主持

分（百万

ユーロ)

2014年1月23日 米ドル 1,750 (1,750) - - (1,214) (8) (1,222)

2014年4月8日 英ポンド 103 - 103 126 (98) (1) 27

2016年1月19日 米ドル 1,250 - 1,250 1,150 (811) (8) 331

2019年2月26日 米ドル 1,250 (1,250) - - (435) (7) (443)

2020年10月14日 ユーロ 750 - 750 750 (126) (5) 619

2021年6月23日 英ポンド 397 - 397 481 (123) (1) 357

2022年1月4日 米ドル 1,250 - 1,250 1,102 (164) (8) 930

2023年1月10日 ユーロ 1,250 - 1,250 1,250 (177) (9) 1,064

2024年1月9日 ユーロ - - 1,250 1,250 (77) (9) 1,163

2024年10月2日 米ドル - - 1,250 1,133 (18) (8) 1,106

クレディ・アグリコ

ル・エス・エーによ

る発行

- - - - 7,242 (3,244) (65) 3,932

当行グループの持

分／非支配持分の影

響

 - - - - 245 - 245

通貨規制のためクレ

ディ・アグリコル・

CIBにより引き受け

られた発行

 - - - (23) - - (23)

合計  - - - 7,219 (2,999) (65) 4,154

 

非支配持分の株主持分（保険）に分類される永久劣後債および永久超劣後債に関する変動は、以下のとお

りである。
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発行日 通貨

2023年12月31日現

在の表示通貨建て

金額

（百万）

部分的な買戻し

および償還

（百万）

2024年12月31日現

在の表示通貨建て

金額

（百万）

2024年12月31日現在

開始時の為替

レートによる

ユーロ建て金額

（百万ユーロ）

利益－非支配持

分

（百万ユーロ）

2014年10月14日 ユーロ 626 (411) 215 215 (282)

2015年1月13日 ユーロ 620 (374) 246 246 (248)

保険の発行     460 (530)

当行グループの

持分／非支配持

分の影響

-     (245)

合計 - - - - 460 (775)

 

株主持分のうち当行グループの持分および非支配持分に影響を及ぼす永久劣後債および永久超劣後債に関

する変動は、以下のとおりである。

 

（百万ユーロ）

株主持分－

当行グループの持分
非支配持分

2024年

12月31日

2023年

12月31日

2024年

12月31日

2023年

12月31日

永久超劣後債     

準備金として計上された支払利息 (436) (454) (63) (60)

額面金額の変動 (2) 1,231 - -

純利益に計上された証券保有者への支払利息に係

る節税
129 133 - -

準備金として計上された発行費（税金控除後） (18) (4) - -

永久劣後債     

準備金として計上された支払利息 (9) - (64) (89)

額面金額の変更 - - (786) (499)

純利益に計上された証券保有者への支払利息に係

る節税
16 23 - -

準備金として計上された発行費（税金控除後） - - - -

 

永久劣後債および超劣後債は発行された資本性金融商品とみなされるため、支払われた利息等に対する税

効果は、損益計算書において法人所得税として認識される。

 

6.18　契約上の満期別の金融資産および金融負債の内訳

 

貸借対照表上の金融資産および金融負債は契約上の満期日別に分けられる。

売買目的保有デリバティブ商品およびヘッジ手段のデリバティブ商品の満期は、契約上の満期日と一致す

る。

資本性金融商品は、本来契約上の満期がないため、「期間の定めなし」として分類されている。
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（百万ユーロ）

2024年12月31日

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の定め

なし
合計

現金および中央銀行預け金 162,339 - - - - 162,339

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
152,261 49,039 78,878 116,309 204,432 600,919

ヘッジ手段のデリバティブ 3,498 1,367 6,030 8,298 -  19,194

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
4,853 13,174 64,995 134,466 6,112 223,600

償却原価で測定する金融資産 229,017 162,135 524,011 286,954 357 1,202,475

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(242)     (242)

満期別の金融資産合計 551,725 225,715 673,916 546,028 210,902 2,208,285

中央銀行からの預り金 1,389 - - - - 1,389

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
163,522 39,632 109,375 97,687 3,322 413,537

ヘッジ手段のデリバティブ 2,876 1,281 7,479 15,626 - 27,261

償却原価で測定する金融負債 972,451 107,226 172,402 78,966 - 1,331,045

劣後債務 2,073 3,867 12,062 11,047 224 29,273

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(7,241)     (7,241)

満期別の金融負債合計
(1) 1,135,069 152,005 301,318 203,326 3,546 1,795,264

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の定め

なし
合計

現金および中央銀行預け金 177,320 - - - - 177,320

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
133,011 46,184 63,277 91,057 190,043 523,572

ヘッジ手段のデリバティブ 2,159 872 7,889 9,533 - 20,453

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
4,758 13,535 63,374 127,681 6,128 215,476

償却原価で測定する金融資産 222,362 140,536 511,670 276,068 384 1,151,020

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(6,241)     (6,241)

満期別の金融資産合計 533,369 201,127 646,210 504,339 196,555 2,081,600

中央銀行からの預り金 274 - - - - 274

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
142,381 40,353 91,623 80,142 3,438 357,937

ヘッジ手段のデリバティブ 3,815 943 8,236 17,998 - 30,992

償却原価で測定する金融負債 944,251 117,906 162,714 65,951 - 1,290,822

劣後債務 64 650 15,173 9,218 212 25,317

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(11,586)     (11,586)

満期別の金融負債合計
(1) 1,079,199 159,852 277,746 173,309 3,650 1,693,756

(1) 2024年度の未払費用5,105百万ユーロ（2023年度は4,650百万ユーロ）を含む。

 
 

次へ
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注記7　従業員給付およびその他の報酬

 

7.1　従業員費用の分析

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

給与
(1)(2) (6,847) (6,302)

確定拠出制度への拠出 (549) (445)

確定給付制度に係る費用 (42) (33)

その他の社会保障費 (1,490) (1,457)

利益分配およびインセンティブ制度 (321) (321)

給与に関連する税金 (408) (381)

従業員費用合計 (9,657) (8,938)

(1) 市場専門家に対して支払う繰延変動報酬に関し、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年12月31日現在、

110.4百万ユーロ（2023年12月31日現在においては86.5百万ユーロ）の株式報酬費用を計上した。

(2) うち、退職関連補償は2024年12月31日現在、178百万ユーロ（2023年12月31日現在においては155百万ユーロ）で

あった。

 

7.2　当期平均従業員数

 

平均従業員数 2024年12月31日 2023年12月31日

フランス 36,916 36,444

海外 43,602 42,379

合計 80,518 78,823

 

7.3　退職後給付、確定拠出制度

 

「雇用主」は、様々な強制加入年金制度に拠出している。制度資産は独立した組織によって管理され、基

金が当事業年度中および過年度において提供された従業員の勤務に対応する従業員給付をすべて賄うために

十分な資産を保有していない場合でも、拠出する企業には追加拠出を行う法的または推定的義務がない。し

たがって、当該制度につき、クレディ・アグリコル・エス・エーの企業には、支払うべき拠出金以外に負債

はない。

当行グループには複数の強制加入確定拠出年金制度があり、このうち主要なものは、フランスの補完年金

制度であるAgirc/Arrcoで、特にUESクレディ・アグリコル・エス・エー内でいくつかの補完制度が導入され

ている。

 

フランスの補完年金制度の分析

事業部門 事業体
強制加入の

補完年金制度

対象従業員数

(2024年12月31日

現在の推定)

対象従業員数

(2023年12月31日

現在の推定)

業務サポート機能
UESクレディ・アグリコ

ル・エス・エー
農業年金制度1.24％ 2,020 1,902

業務サポート機能
UESクレディ・アグリコ

ル・エス・エー

「第83条」当行グループ

業務執行役員年金制度
214 196

フランス国内リテール・

バンキング - LCL
LCL

「第83条」当行グループ

業務執行役員年金制度
220 229

大口顧客
クレディ・アグリコル・

CIB
「第83条」型年金制度 7,198 5,852

資産収集
CAAS ／ パ シ フ ィ カ ／

SPIRICA
農業年金制度1.24％ 5,474 5,112

資産収集
CAAS ／ パ シ フ ィ カ ／

SPIRICA

「第83条」当行グループ

業務執行役員年金制度
74 75
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資産収集

CACI／CAインドスエズ・

ウェルス（フランス）CA

インドスエズ・ウェルス

（グループ）／アムン

ディ

「第83条」型年金制度 1,269 4,103

 

7.4　退職後給付、確定給付制度

 

数理計算上の負債の変動

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

前年度12月31日現在の数理計算上の負債 1,206 1,537 2,743 2,458

為替換算調整勘定 - 13 13 50

当期勤務費用 55 35 91 74

金融費用 40 41 81 83

従業員の拠出 1 21 22 19

給付制度の変更、撤廃および清算 (2) (4) (5) (18)

範囲の変更 124 37 161 87

給付支払額（必須） (81) (97) (178) (155)

税金、管理費用および賞与 (1) - (1) -

人口統計上の仮定の変更により生じた数理計算

上の差益／（差損）
(1) 10 10 21 22

財務上の仮定の変更により生じた数理計算上の

差益／（差損）
(1) (9) 24 15 125

期末現在の数理計算上の負債 1,343 1,618 2,961 2,743

(1) 実績による修正に関する数理計算上の差益／差損を含む。

 
損益計算書で認識された費用純額の内訳

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

勤務費用 (54) (32) (86) (57)

利息純額に係る収益／（費用） (11) (1) (12) (10)

当年度の損益計算書への影響 (65) (33) (98) (67)

 
後の期に損益に組替えることのないその他の包括利益の内訳

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

純負債（純資産）からの再評価     

期首現在の、純損益に組替えることのないその

他の包括利益に計上された数理計算上の差益／

差損合計

374 190 564 424

為替換算調整勘定 - (4) (4) 1

資産に係る数理計算上の差益／（差損） (28) (40) (68) (15)

人口統計上の仮定の変更により生じた数理計算

上の差益／（差損）
(1) 10 10 21 22

財務上の仮定の変更により生じた数理計算上の

差益／（差損）
(1) (9) 24 15 125

資産制限の影響による調整 (3) (1) (3) 7

期末現在の、純損益に組替えることのないその

他の包括利益に計上された数理計算上の差益／

差損合計

344 180 525 564

(1) 実績による修正に関する数理計算上の差益および差損を含む。
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資産の公正価値の変動

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

期首現在の資産の公正価値 638 1,449 2,087 1,950

為替換算調整勘定 - 13 13 47

資産に係る利息（収益） 22 42 64 66

数理計算上の差益／（差損） 26 40 66 18

雇用主の拠出 35 30 66 32

従業員の拠出 1 21 22 19

給付制度の変更、撤廃および清算 - - - -

範囲の変更 118 38 156 51

税金、管理費用および賞与 (1) (1) (2) (1)

給付制度に基づいて支払われた給付 (13) (94) (107) (94)

期末現在の資産の公正価値 825 1,539 2,365 2,087

 
補填の権利の公正価値の変動

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

期首現在の補填の権利の公正価値 237 - 237 225

為替換算調整勘定 - - - -

補填の権利に係る利息（収益） 7 - 7 8

数理計算上の差益／（差損） 2 - 2 (3)

雇用主の拠出 1 - 1 15

従業員の拠出 - - - -

給付制度の変更、撤廃および清算 - - - -

範囲の変更 (1) - (1) 2

税金、管理費用および賞与 - - - -

給付制度に基づいて支払われた給付 (31) - (31) (10)

期末現在の補填の権利の公正価値 216 - 216 237

 
正味ポジション

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

期末現在の数理計算上の負債 (1,343) (1,618) (2,961) (2,743)

資産制限による影響 (16) (7) (23) (27)

期末の資産の公正価値 825 1,539 2,365 2,087

期末現在の資産／（負債）の正味ポジション (533) (86) (620) (684)

 
確定給付制度：主要な数理計算上の仮定

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 ユーロ圏 ユーロ圏外

割引率
(1) 3.25％ 2.67％ 3.14％ 2.77％

制度資産および補填の権利に係る実際の収

益率
5.66％ 5.59％ 3.93％ 3.99％

予想昇給率
(2) 1.86％ 1.77％ 1.78％ 1.75％

医療費の変動率 - - - -

(1) 割引率は、契約の平均期間、すなわち従業員の想定離職率で加重した、評価日から支払日までの間で算定された期

間の算術平均に基づいて決定される。iBoxx 格付AAを参照した割引率を基準に使用している。

(2) 関連する従業員（管理職か非管理職か）によって異なる。

 

制度資産に関する情報：資産の配分
(1)

（百万ユーロ）

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域

割合 金額 うち上場 割合 金額 うち上場 割合 金額 うち上場
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株式 12.8％ 133 130 28.5％ 439 439 22.2％ 572 569

債券 33.9％ 353 343 40.0％ 616 616 37.5％ 969 959

不動産 4.2％ 44  14.7％ 227  10.5％ 271  

その他 49.1％ 511  16.8％ 258  29.8％ 769  

(1) 補填の権利の公正価値を含む。

 

2024年12月31日現在、感応度は以下のとおりである。

・割引率が50ベーシス・ポイント上昇することで、コミットメントは-5.78％減少する。

・割引率が50ベーシス・ポイント低下することで、コミットメントは+6.20％増加する。

2024年度の退職後給付制度に関して支払が見込まれる給付は以下のとおりである。

・雇用主または補填の権利に関する基金によって支払われる給付：71百万ユーロ（2023年度においては61百

万ユーロ）。

・制度資産によって支払われる給付：107百万ユーロ（2023年度においては94百万ユーロ）。

雇用関連のコミットメントに関するクレディ・アグリコル・エス・エーの方針は、最低限の積立金を確保

することが求められている国では、当該地の規則を反映したものとなっている。当行グループの退職後給付

支払義務から生じる全体のコミットメントは、2024年12月31日現在において87％がカバーされた（補填の権

利を含む。）。

 

7.5　その他の従業員給付

 

フランスにおいて、当行グループの主要な事業体は、長期勤続報奨を支払っている。給付額は、慣例およ

び締結されている団体労働協約に従い変動する。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーによってその他の雇用関連のコミットメントの

ために積み立てられた引当金は、409百万ユーロとなった。

 

7.6　株式報酬

 

7.6.1　ストック・オプション制度

 

2024年度において、新たに導入された制度はなかった。

 

7.6.2　株式決済型または株価連動現金決済型の繰延変動報酬

 

当行グループが実施した繰延変動報酬制度は、下記の2種類である。

・持分決済型制度

・クレディ・アグリコル・エス・エー株価に連動する現金決済型制度

2016年1月1日以降、既存のまたは将来的なすべての繰延変動報酬制度は、クレディ・アグリコル・エス・

エー株価に連動する現金決済型制度となっている。クレディ・アグリコル・エス・エー株価に基づくコミッ

トメントの再評価に係る影響は重大ではなく、当期純利益に計上された。

かかる繰延変動報酬は、雇用期間および業績条件に応じて決定され、2025年3月、2026年3月、2027年3月、

2028年3月および2029年3月まで繰り延べられる。

これらの制度に関連する費用は、報酬費用として認識される。雇用期間を反映するため、権利確定期間に

わたって定額法に基づき、負債は従業員への費用の見合い額として計上される。負債は決済日までの間、ク

レディ・アグリコル・エス・エー株価の変動および権利確定条件（雇用期間および業績）に応じて、定期的

に純損益を通じて再評価される。
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7.7　業務執行役員の報酬

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの上級経営陣には、業務執行委員会の全メンバー（すなわち、最高経

営責任者、最高経営責任者代理、当行グループの諸部門のジェネラル・マネージャー代理、主要子会社の最

高経営責任者ならびに当行グループの中核事業の責任者）が含まれる。

2024年度に業務執行委員会のメンバーに支払われた報酬および給付は、以下のとおりであった。

・短期給付：固定報酬および変動報酬（社会保障費ならびに現物による給付を含む。）28.4百万ユーロ（う

ち3.6百万ユーロは株式インデックス商品による報酬）。

・退職後給付：退職給付金および当行グループの業務執行役員を対象とした補完年金制度に係る2.5百万ユー

ロ。

・その他の長期従業員給付：長期勤続報酬として付与された金額に重要性はない。

・雇用契約の終了に関する補償：かかる金額に重要性はない。

・その他株式報酬：該当なし。

2024年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会のメンバーは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの取締役としての職務に対して総額1,714,500ユーロまたは純額1,249,908ユーロの取締役報

酬を受領した。

上記の金額には、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者と最高経営責任者代理に支払われ

た報酬および給付金が含まれている。
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注記8　リース契約

 

8.1　当行グループが借手である場合のリース

 

貸借対照表の項目「有形固定資産」は、投資不動産の定義に合致しない自己資産およびリース資産で構成

されている。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

所有する有形固定資産 8,028 6,978

リース契約に基づく使用権 1,684 1,608

事業に使用される有形固定資産の合計 9,712 8,586

 

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IT設備（コピー機、コンピュータ等）のリース契約の借手

でもあり、契約期間は1年から3年となっている。これらは、少額および／または短期リースである。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第16号の免除規定を適用し、これらのリースの使用権資産および

リース負債を貸借対照表に計上しないことを選択した。

 

使用権資産の変動

クレディ・アグリコル・エス・エーは、事務所、代理店、コンピューター機器を含む多くの資産の借手で

ある。

クレディ・アグリコル・エス・エーが借手となっている契約に関する情報を以下に示す。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2024年

12月31日

不動産        

総額 2,700 29 491 (167) 13 (40) 3,025

減価償却費および減損 (1,121) - (340) 67 (4) 15 (1,383)

不動産合計 1,579 29 151 (100) 9 (25) 1,642

設備        

総額 78 11 23 (8) 1 1 105

減価償却費および減損 (49) - (20) 6 (1) - (63)

設備合計 29 11 3 (2) - 1 42

使用権合計 1,608 40 153 (102) 9 (25) 1,684

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

不動産        

総額 2,649 103 297 (340) (9) - 2,700

減価償却費および減損 (1,011) (24) (320) 233 1 - (1,121)

不動産合計 1,638 79 (23) (107) (8) - 1,579

設備        

総額 80 - 19 (24) 2 - 78

減価償却費および減損 (51) - (15) 20 (2) - (49)

設備合計 29 - 4 (4) - - 29

使用権合計 1,667 79 (19) (111) (8) - 1,608

 

リース負債の満期到来予定

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日

1年以内 1年超5年以内 5年超 リース負債合計

リース負債 295 818 678 1,791
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（百万ユーロ）

2023年12月31日

1年以内 1年超5年以内 5年超 リース負債合計

リース負債 264 872 592 1,728

 

リース契約に係る収益および費用の内訳

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

リース負債に係る支払利息 (44) (34)

短期リースに関連する費用 (28) (23)

少額資産のリースに関連する費用 (47) (43)

リース負債の測定に含まれない変動リース料に関連する費用 (18) (16)

使用権資産の転貸からの収益 2 1

リースバック取引から生じる利益または損失 - -

リースの条件変更から生じる利益または損失 - -

使用権の減価償却費 (362) (350)

リース契約に係る費用および収益の合計 (497) (465)

 

当期におけるキャッシュ・フローの金額

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

リースに係るキャッシュ・アウトフロー合計 (409) (394)

 

8.2　当行グループが貸手である場合のリース

クレディ・アグリコル・エス・エーは、顧客に対し、リース契約、購入オプション付リース・ファイナン

ス、ファイナンス・リースおよび長期リース契約の形態でリース業務を提供している。リース契約は、リー

スの条件によって、所有権に内在する実質的にすべてのリスクおよび利益が借手に移転する場合、ファイナ

ンス・リースに分類される。

その他のリース契約は、オペレーティング・リースに分類されている。

 

リース契約からの収益

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

ファイナンス・リース 1,929 1,458

売却益または売却損 (2) (6)

リースにおける純投資からの金融収益 1,931 1,464

変動リース料に関連する収益 - -

オペレーティング・リース 1,229 856

リース収益 1,229 856

 

リース料の受領予定

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日

1年以内
1年超5年以

内
5年超

リース料

債権合計

前受金融収
益

割引後の

残存価額

ファイナン
ス・リース

債権

ファイナンス・リース 8,586 18,618 4,791 31,995 1,603 1,178 31,570
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（百万ユーロ）

2023年12月31日

1年以内
1年超5年以

内
5年超

リース料

債権合計

前受金融収
益

割引後の

残存価額

ファイナン
ス・リース

債権

ファイナンス・リース 7,534 18,383 4,951 30,868 1,542 1,118 30,444

 

リース契約は、その残存満期日に満了する。

満期別の金額は、割引前の契約金額に対応している。

 

注記9　融資および保証コミットメントならびにその他の保証

 

融資および保証コミットメントならびにその他の保証には、非継続事業が含まれる。

 

付与および受領したコミットメント

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

付与コミットメント   

融資コミットメント 207,897 197,530

金融機関に対する付与コミットメント 5,448 6,927

顧客に対する付与コミットメント 202,449 190,602

保証コミットメント 216,883 120,104

金融機関 9,779 8,791

顧客 207,104 111,313

有価証券コミットメント 10,835 10,527

引渡予定の有価証券 10,835 10,527

受領コミットメント   

融資コミットメント 125,816 155,288

金融機関からの受領コミットメント 119,593 149,860

顧客からの受領コミットメント 6,223 5,429

保証コミットメント 399,647 379,047

金融機関からの受領コミットメント 108,587 104,888

顧客からの受領コミットメント 291,060 274,159

有価証券コミットメント 9,450 10,040

受領予定の有価証券 9,450 10,040

 

フランス銀行は、金融危機に対応して2011年に導入された例外措置の枠組みにおいて行われてきた担保緩

和策の追加信用債権の受入れを、2024年12月13日以降中止した。中央銀行が債務免除の担保として受入れる

のは、「国家保証付き貸付金」のみとなる。この結果、クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス銀

行への法人向け債権の担保としての差し入れを停止した。

 
担保として差し入れた金融商品および受領した金融商品
（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

担保として差し入れた金融資産（譲渡資産を含む。）の

帳簿価額
  

リファイナンス組織（フランス銀行、CRH等）に対して担保として

差し入れた有価証券および債権
276,056 308,657

貸付有価証券 6,508 6,677

市場取引に係る保証金 27,314 28,001

その他保証金 - -

買戻し条件付売却有価証券 168,230 142,192

担保として差し入れた金融資産の帳簿価額合計 478,108 485,528

保証として受領した金融資産の帳簿価額   

その他保証金 - -
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担保として受領し再担保に供することが可能な、または

再担保に供された金融商品の公正価値
  

借入有価証券 9 8

売戻し条件付買入有価証券 473,288 460,128

空売り有価証券 47,362 55,843

担保として受領し再担保に供することが可能な、または

再担保に供された金融商品の公正価値合計
520,660 515,979

 

担保として差し入れた債権

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーはリファイナンス取引のために、（主に地域銀

行に代わって）フランス銀行に70.6十億ユーロ（2023年12月31日現在は110.9十億ユーロ）の債権を差し入れ

ていた。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーはリファイナンス取引のために、地域銀行に代

わってケス・ドゥ・ルフィナンスモン・ドゥ・ラビタに、7.1十億ユーロ（2023年12月31日現在は7.2十億

ユーロ）の債権を差し入れていた。また、1.6十億ユーロの債権がLCLから直接差し入れられていた。

2024年12月31日、地域銀行およびLCLからの191.6十億ユーロの債権が、クレディ・アグリコル・エス・

エーの完全子会社かつ金融会社であるクレディ・アグリコル・ホーム・ローンSFH（CA HL SFH）およびクレ

ディ・アグリコル・フィナンスモン・ドゥ・ラビタSFH（CA FH SFH）により発行された担保付債券の担保と

して供されていた。この金額は、地域銀行からの161.2十億ユーロの債権（うち、CA HL SFHは49.6十億ユー

ロおよびCA FH SFHは111.6十億ユーロ）ならびにLCLからの30.4十億ユーロの債権（うち、CA HL SFHは12.1

十億ユーロおよびCA FH SFHは18.3十億ユーロ）からなる。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、国際機関である欧州投資銀行／欧州評議会

開発銀行との取引関連で、地域銀行に代わって2.5十億ユーロの債権を差し入れていた。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス預金供託公庫とのリファイナンス

取引関連で、地域銀行に代わって2.2十億ユーロの債権を差し入れていた。

これらのうち契約上のキャッシュ・フローの移転がないものについては、注記6.6「認識中止されていない

譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産」で言及されている譲渡資産の範囲外となる。

 

保有する保証契約

クレディ・アグリコル・エス・エーが担保として保有しており、売却または再担保に供することが可能な

保証契約および受領資産の大半は、クレディ・アグリコル・エス・エーが保有する。これらの大半は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが外部のリファイナンス組織の中核としての役割を担っているため、地域銀

行およびそれらの主要銀行子会社がリファイナンスを行うためにクレディ・アグリコル・エス・エーに担保

として供した債権である。これらの債権（不動産関連、または法人もしくは地方当局への貸付金）は選定さ

れ、その質についての格付を受けたもので、差入れた企業の貸借対照表に含まれている。

これらの保証の大半は、保証されている資産の質にかかわらず、受領した抵当権、担保または保証からな

る。これらは、主に買戻し条件付契約およびブローカレッジ取引を保証するために担保として供された有価

証券に関連したものである。

クレディ・アグリコル・エス・エーの方針では、差し押さえた担保を可能な限り速やかに売却する。2024

年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーはそのような資産を保有していなかった。

 

注記10　金融商品の分類変更

 

10.1　クレディ・アグリコル・エス・エーが適用した原則

 

分類変更は、例外的な状況においてのみ、かつ内部または外部の変化、すなわちクレディ・アグリコル・

エス・エーの活動の重大な変化に基づく事業体の業務執行陣の決定に従い、実行される。
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10.2　クレディ・アグリコル・エス・エーが行った分類変更

 

2024年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号第4.4.1項に基づく分類変更は一切

実行しなかった。
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注記11　金融商品の公正価値

 

公正価値とは、測定日における市場参加者間の標準的な取引において、資産の売却時に受領するかまたは

負債を移転するために支払われる価額である。

公正価値は、売却価格を基に定義されている。

以下の公正価値は、可能な限り観察可能な市場データを用いた、報告日現在の見積額である。それらは、

翌期以降において市況またはその他の要素の動向により変動する可能性がある。

これらの算定結果は、最善の見積りである。これらは多くの仮定に基づいている。市場参加者は自らの最

善の経済利益のために行動するものと仮定されている。

これらのモデルに不確実性が含まれる限り、対象金融商品を実際に売却または即時に決済する際に、表示

されている公正価値で取引が実現しない可能性がある。

金融資産および金融負債の公正価値ヒエラルキーは、IFRS第13号に定める原則に基づき、評価インプット

の一般的な観察可能性の基準に従って区分される。

ヒエラルキーのレベル1には、活発な市場で相場のある金融資産および金融負債の公正価値が該当する。

ヒエラルキーのレベル2には、観察可能なインプットを有する金融資産および金融負債の公正価値が該当す

る。これには、金利リスクまたは（観察可能なクレジット・デフォルト・スワップ（CDS）のスプレッドに基

づいて信用リスクを再評価できる場合には）信用リスクに関連する市場データが含まれる。公正価値が無調

整の償却原価で測定される要求払の特性を有する金融資産および金融負債と同様に、活発な市場における売

戻し条件付買入有価証券または買戻し条件付売却有価証券も、原資産および取引の満期により、ヒエラル

キーのレベル2に含まれる。

ヒエラルキーのレベル3は、観察可能なデータが存在しないか、または過去のデータを用いる内部モデルに

基づいて一部のパラメータを再測定できる金融資産および金融負債の公正価値を示す。これらは主に、信用

リスクまたは早期償還リスクに関連するパラメータである。

一部の場合においては、市場価額は帳簿価額に近似する。これらは、以下のものを含む。

・変動利付資産または負債。これらの商品の金利は、頻繁に市場金利へと調整されるため、金利の変動が公

正価値に大きく影響しない。

・償還価額が市場価額に近似すると考えられる短期の資産または負債

・公的機関によって価格が設定される規制市場にて売買される金融商品（たとえば、規制貯蓄商品）

・要求払資産および要求払負債

・信頼性のある観察可能なデータがない取引

 

11.1　償却原価で認識される金融資産および金融負債の公正価値

 

IFRS第7号は、公正価値で認識されない金融商品に関する情報の開示を要求している。

関連金融商品の「帳簿価額」に表示されている金額には経過利息ならびに債務および資産（資産の場合、

減損が控除されている）が含まれている。さらに、表中の帳簿価額の値には、公正価値ヘッジにおいてミク

ロ・ヘッジのヘッジ対象としてヘッジされた部分の公正価値が含まれている（連結財務書類に対する注記3.5

「ヘッジ会計」を参照のこと。）。ただし、この表に表示されている項目の帳簿価額の値には、金利ヘッ

ジ・ポートフォリオに係る再評価調整は含まれていない。

貸借対照表の資産の部に償却原価で認識されるためには、負債性金融商品は以下の両方の基準を満たさな

ければならない。

・資産の残存期間にわたり契約上のキャッシュ・フローの回収を目的とするポートフォリオの中で管理さ

れ、その売却が厳格に規制および制限されていること
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・元本の返済のみを認めており、かつ（金利が固定であるか変動であるかを問わず）受領した利息が貨幣の

時間価値、金融商品に係る信用リスク、通常のローン契約のその他コストおよびリスクならびに合理的な

利益マージンを反映していること（「元本および利息の支払のみ」または「SPPI」テスト）

したがって、これらの商品の市場価値に関連する開示を分析する場合は、特に注意しなければならない。

・表示されている数値は、2024年12月31日現在の市場価値の見積りを表している。ただし、これらの市場価

値は、市場データ、特に金利動向およびカウンターパーティーの信用リスクの質によって変動する可能性

がある。これらの変動は、下表に表示されている参考公正価値と（特に、金融商品が分類される回収を目

的とした事業モデルに沿って満期時または満期に近い時点における）認識中止価額との間に、潜在的に大

きな差異をもたらす可能性がある。

したがって、表示された公正価値と帳簿価額との差額は、当行の継続企業の前提の観点から算出された実

現可能価額を表すものではない。

・ポートフォリオ内の金融商品のキャッシュ・フローの回収を目的とする事業モデルで保有されていること

を考慮すると、これらの金融商品はその公正価値の動向によって管理されるわけではなく、これらの資産

のパフォーマンスは、金融商品の残存期間にわたり受領した契約上のキャッシュ・フローに基づいて評価

されることに留意すべきである。

・償却原価で認識される商品の参考見積公正価値、特に顧客貸出金および債権、より具体的には、レベル3の

観察可能でないデータに基づいて評価されるものは、評価モデルを使用する必要がある。

 

貸借対照表上、償却原価で認識される金融資産の公正価値測定

 

（百万ユーロ）

2024年

12月31日

現在の

帳簿価額

2024年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察可能でな

いデータに基

づく評価:

レベル3

貸出金および債権 1,113,504 1,114,885 - 479,161 635,724

金融機関に対する貸出金および債権 565,403 565,296 - 456,913 108,383

顧客に対する貸出金および債権 548,101 549,589 - 22,248 527,341

債務証券 88,971 87,292 62,538 10,331 14,423

公正価値が開示される金融資産の合計 1,202,475 1,202,177 62,538 489,492 650,147

 

2024年12月31日現在の金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整（貸借対照表上の資産）は、マイナ

ス242百万ユーロ（2023年12月31日現在はマイナス6,241百万ユーロ）であり、帳簿価額には含まれていな

い。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在の

帳簿価額

2023年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察可能でな

いデータに基

づく評価:

レベル3

貸出金および債権 1,071,209 1,057,363 - 521,043 536,319

金融機関に対する貸出金および債権 554,928 552,639 - 454,815 97,824

顧客に対する貸出金および債権 516,281 504,723 - 66,228 438,495

債務証券 79,811 78,804 56,582 9,618 12,604

公正価値が開示される金融資産の合計 1,151,020 1,136,167 56,582 530,662 548,923
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貸借対照表上、償却原価で認識される金融負債の公正価値測定

 

（百万ユーロ）

2024年

12月31日

現在の

帳簿価額

2024年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価

格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察可能でな

いデータに基

づく評価:

レベル3

金融機関に対する債務 178,418 177,987 - 177,333 654

顧客に対する債務 868,115 867,719 - 498,234 369,485

債務証券 284,512 283,339 161,418 118,237 3,684

劣後債務 29,273 29,525 28,978 547 -

公正価値が開示される金融負債の合計 1,360,318 1,358,570 190,396 794,351 373,823

 

2024年12月31日現在の貸借対照表の負債側の金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整は、マイナス

7,241百万ユーロ（2023年12月31日現在はマイナス11,586百万ユーロ）であり、帳簿価額には含まれていな

い。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在の

帳簿価額

2023年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価

格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察可能でな

いデータに基

づく評価:

レベル3

金融機関に対する債務 202,623 202,117 - 201,168 950

顧客に対する債務 834,998 835,182 - 466,799 368,383

債務証券 253,201 252,343 175,135 73,549 3,660

劣後債務 25,317 25,213 24,825 388 -

公正価値が開示される金融負債の合計 1,316,138 1,314,856 199,960 741,903 372,993

 

11.2　公正価値で測定する金融商品に関する情報

 

デリバティブ資産のカウンターパーティー・リスク（信用評価調整またはCVA）およびデリバティブ負債の不

履行リスク（債務評価調整またはDVAもしくは自己の信用リスク）の評価

カウンターパーティー信用評価調整（CVA）の目的は、カウンターパーティーに関連する信用リスク（債務

不履行の場合に期日までに債務が返済されないリスク）をデリバティブ商品の評価に組み込むことである。

かかる調整は、カウンターパーティーごとに、取引による将来のエクスポージャー（担保控除後）の特性に

基づいて全体として計算される。かかる調整額は、常にマイナスとなり、金融資産の公正価値を減少させ

る。

当行に特有の債務評価調整（DVA）の目的は、カウンターパーティーが負担するリスクをデリバティブ商品

の評価に組み込むことである。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、取引による将来のエクスポー

ジャーの特性に基づいて全体として計算される。かかる調整額は、常にプラスとなり、金融負債の公正価値

を減少させる。

CVA/DVAの計算は予想損失の見積りに基づいており、予想損失はデフォルト率およびデフォルト時損失率に

基づいている。使用される手法では、観察可能なインプットデータを最大限使用している。デフォルト率

は、まず優先して、市場で取引されるCDSから直接的に、または市場で取引されるCDSの代替商品が十分に流

動性を有するとみなされる場合にはそれらの商品から導き出される。

 

評価メカニズム

市場取引は、経営情報システムにより評価され、市場業務担当者から独立した、リスク管理部門直属の

チームにより確認される。
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評価は、以下に基づいて行われる。

・独立した情報源から入手され、かつ／または、利用可能な情報源（市場データ提供機関、市場のコンセン

サスおよびブローカーのデータ等）を用いて、市場リスク部門により検証された価格またはインプット

・市場リスク部門のクオンツ・チームにより承認されたモデル

各金融商品の評価は、仲値による評価額として算定される。これは、取引の方向性、当行のエクスポー

ジャー総額、市場流動性またはカウンターパーティーの質を考慮していない。その後、これらの要因の他、

使用されるモデルまたはインプットに内在する潜在的不確実性を考慮するために、市場評価額の調整が行わ

れる。

評価額調整の主な種類として、以下のものがある。

時価評価調整：かかる調整は、内部評価モデルおよび関連するインプットを用いて算出した金融商品の仲値

による評価額と、外部の情報源または市場のコンセンサスが得られたデータから算出した評価額との間の

潜在的な差異を修正するものである。かかる調整額は、プラスまたはマイナスのいずれにもなる。

売買気配値リザーブ：かかる調整は、ポジションが逆転され得る価格を反映するために金融商品の売買気配

値スプレッドを考慮するものである。かかる調整額は、常にマイナスとなる。

不確実性リザーブ：かかる調整は、あらゆる市場参加者が考慮するリスク・プレミアムにより構成される。

かかる調整額は、常にマイナスとなる。

・インプット不確実性リザーブは、使用される1つ以上のインプットに関して存在する可能性のある不確実

性を金融商品の評価に組み込むものである。

・モデル不確実性リザーブは、使用されるモデルの選択により存在する可能性のある不確実性を金融商品

の評価に組み込むものである。

さらに、IFRS第13号「公正価値測定」に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その店頭取引

デリバティブ（すなわち店頭で取引されるデリバティブ）に関して計算された公正価値に、以下に関連する

様々な調整を含める。

・債務不履行リスクまたは信用力（信用評価調整／債務評価調整）

・将来の資金調達費用および利益（資金調達評価調整／当初証拠金評価調整／担保評価調整）

・担保に関連する流動性リスク（流動性評価調整）

 

CVA

CVA（信用評価調整）は、店頭取引デリバティブの価値に、当行のカウンターパーティーの債務不履行リス

ク（債務不履行の場合または信用の質が低下した場合に期日までに債務が返済されないリスク）の市場価値

を組み込むことを目的とした時価評価調整である。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、デフォル

ト率およびデフォルト時損失率で加重した売買目的ポートフォリオのプラスの将来エクスポージャーに基づ

き計算される（ネッティング契約または担保契約があれば、それらを考慮する。）。

使用される手法は、観察可能なインプットデータ／市場価格を最大限利用する（デフォルト率は、まず優

先して、存在する場合は市場で取引されるCDSから直接的に、または市場で取引されるCDSのあらゆる代用有

価証券および他のクレジット商品が十分に流動性を有するとみなされる場合にはこれらの商品から導き出さ

れる。）。かかる調整額は、常にマイナスとなり、ポートフォリオに保有されている店頭取引デリバティブ

資産の公正価値を減少させる。

 

　DVA

債務評価調整（DVA）は、店頭取引デリバティブの価値に、債務不履行リスク（クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの債務不履行の場合またはその信用力が低下した場合にそのカウンターパーティーがさらされる可

能性のある潜在的な損失）の市場価値を組み込むことを目的とした時価評価調整である。かかる調整は、担

保契約の種類別に、デフォルト率（クレディ・アグリコル・エス・エー）およびデフォルト時損失率で加重

した売買目的ポートフォリオのマイナスの将来エクスポージャーの特性に基づいて計算される。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 780/1736



使用される手法は、データ／市場価格を最大限利用（デフォルト率を算定するためのクレディ・アグリコ

ル・エス・エーのCDSを使用）する。かかる調整額は、常にプラスとなり、ポートフォリオに保有されている

店頭取引デリバティブ負債の公正価値を減少させる。

 

　FVA

資金調達評価調整（FVA）は、無担保または担保が不十分な店頭取引デリバティブの公正価値に、ALM（資

産負債管理）資金調達費用に基づく追加的な将来の資金調達費用および利益を組み込むことを目的とした時

価評価調整である。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、ALM資金調達スプレッドにより加重された

売買目的ポートフォリオの将来エクスポージャーに基づき計算される（ネッティングまたは担保契約があれ

ば、それらを考慮する。）。

「清算される」デリバティブの範囲に関しては、IMVA（当初証拠金価値調整）といわれるFVA調整が、ポー

トフォリオが満期を迎えるまで主要なデリバティブの清算機関にて計上される当初証拠金の将来の資金調達

費用および利益を考慮するように計算される。

 

ColVA

担保評価調整（ColVA）は、非ソブリン債を担保とする店頭デリバティブの公正価値に、（レポ市場におけ

る）当該有価証券の実際の資金調達費用に基づく追加的な将来資金調達費用および利益を組み込むことを目

的とした時価評価調整である。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、特定のスプレッドにより加重

された売買目的ポートフォリオの将来エクスポージャーに基づき計算される。

場合に応じて、かかる調整は特定の引当金となるか、または特定のディスカウント・カーブを通じて時価

評価額に含まれる。

 

LVA

流動性評価調整（LVA）は、CSA（クレジット・サポート・アネックス）を有するカウンターパーティーに

対する担保の不払いの可能性およびCSAの非標準的な報酬の両方を反映することを目的としたプラスまたはマ

イナスの評価調整である。

したがって、LVAは、追加的な流動性費用に起因する損益を反映している。これは、CSAが付された店頭取

引デリバティブの範囲において計算される。

 

公正価値で測定する金融商品の評価モデル別内訳

以下に表示されている金額には債権および債務が含まれており、減損は控除されている。

 

　公正価値で測定する金融資産

（百万ユーロ）

2024年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察可能でない

データに基づく評

価:

レベル3

売買目的保有金融資産 371,156 69,663 287,973 13,520

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 1,145 - - 1,145

売戻し条件付買入有価証券 150,124 - 143,653 6,471

差入担保有価証券 - - - -

売買目的有価証券 73,716 69,582 3,899 236

デリバティブ商品 146,171 81 140,421 5,669

純損益を通じて公正価値で測定するその

他の金融商品
229,763 113,607 95,685 20,471
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純損益を通じて公正価値で測定する資本

性金融商品
38,904 16,922 8,901 13,081

「SPPI」テストの要件を満たさない負債

性金融商品
81,060 40,442 34,025 6,593

金融機関に対する貸出金および債権 635 - 635 -

顧客に対する貸出金および債権 1,845 - 1,845 -

債務証券 78,580 40,442 31,545 6,593

定義により純損益を通じて公正価値で測

定するその他の負債性金融商品
6,495 - 6,495 -

資産担保ユニット・リンク契約 103,304 56,243 46,264 798

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融資産
- - - -

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - -

債務証券 - - - -

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
223,600 200,349 22,519 732

純損益に組替えられることのないその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融商品
(1)

6,106 3,143 2,231 732

純損益に組替えられる可能性のあるその

他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

217,495 197,206 20,288 -

ヘッジ手段のデリバティブ商品 19,195 - 19,195 -

公正価値で測定する金融資産合計 843,713 383,620 425,370 34,723

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  1,069 7

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 988  2,316

レベル3：観察可能でないデータに基づく

評価からの振替
 16 7,080  

各レベルへの振替合計  1,004 8,149 2,323

(1) コルシカ地域銀行が保有するSASリュ・ラ・ボエスィ株式は、レベル2の純損益に組替えられることのないその他の

包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品に105百万ユーロ含まれている。

 

レベル1からレベル2への振替は、主に政府短期証券、債券およびその他の利付証券に関係している。

レベル1からレベル3への振替は、主に売買目的有価証券に関係している。

レベル2からレベル3への振替は、主に売買目的のデリバティブ商品に関係している。

レベル3からレベル2への振替は、主に顧客および金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／買戻し条

件付売却有価証券ならびに売買目的のデリバティブ商品に関係している。

 

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察可能でない

データに基づく評

価:

レベル3

売買目的保有金融資産 301,925 46,275 241,797 13,853

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 654 - - 654

売戻し条件付買入有価証券 142,870 - 135,609 7,261

差入担保有価証券 - - - -

売買目的有価証券 49,996 46,190 3,538 268

デリバティブ商品 108,404 84 102,650 5,670
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純損益を通じて公正価値で測定するその

他の金融商品
221,647 117,557 84,565 19,525

純損益を通じて公正価値で測定する資本

性金融商品
42,200 19,912 9,577 12,711

「SPPI」テストの要件を満たさない負債

性金融商品
82,139 45,071 30,618 6,450

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 2,034 - 2,034 -

債務証券 80,105 45,071 28,585 6,450

定義により純損益を通じて公正価値で測

定するその他の負債性金融商品
2,945 - 2,945 -

資産担保ユニット・リンク契約 94,362 52,573 41,424 365

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融資産
- - - -

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - -

債務証券 - - - -

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
215,476 193,763 20,995 719

純損益に組替えられることのないその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融商品
(1)

6,124 3,358 2,095 671

純損益に組替えられる可能性のあるその

他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

209,352 190,405 18,899 48

ヘッジ手段のデリバティブ商品 20,453 - 20,453 -

公正価値で測定する金融資産合計 759,501 357,595 367,810 34,097

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  339 26

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 894  1,392

レベル3：観察可能でないデータに基づく

評価からの振替
 6 1,223  

各レベルへの振替合計  899 1,562 1,418

(1) コルシカ地域銀行が保有するSASリュ・ラ・ボエスィ株式は、レベル2の純損益に組替えられることのないその他の

包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品に89百万ユーロ含まれている。

 

レベル1からレベル3への振替は、主に売買目的有価証券に関係している。

レベル1とレベル2の間の振替は、主に政府短期証券、債券およびその他の利付証券に関係している。

レベル2からレベル3への振替は、主に売買目的のデリバティブ商品に関係している。

レベル3からレベル2への振替は、主に顧客および金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／買戻し条

件付売却有価証券ならびに売買目的のデリバティブ商品に関係している。

 

　公正価値で測定する金融負債

（百万ユーロ）

2024年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察可能でない

データに基づく評

価:

レベル3

売買目的保有金融負債 311,824 47,154 257,241 7,429

空売り有価証券 47,372 47,120 203 49

買戻し条件付売却有価証券 135,744 - 131,721 4,022

債務証券 2 - 2 -

金融機関に対する債務 - - - -
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顧客に対する債務 - - - -

デリバティブ商品 128,707 34 125,316 3,357

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融負債
101,713 11,461 71,950 18,303

ヘッジ手段のデリバティブ商品 27,261 5 27,256 -

公正価値で測定する金融負債合計 440,798 58,619 356,447 25,732

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  72 -

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 78  1,851

レベル3：観察可能でないデータに基づく

評価からの振替
 - 6,943  

各レベルへの振替合計  78 7,015 1,851

 

負債のレベル3への振替およびレベル3からの振替は、主に金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／

買戻し条件付売却有価証券、売買目的のデリバティブ商品および純損益を通じて公正価値で測定するものと

して指定された金融負債に関係している。

レベル1とレベル2の間の振替は、主に空売りに関係している。

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察可能でない

データに基づく評

価:

レベル3

売買目的保有金融負債 267,860 55,780 207,031 5,048

空売り有価証券 55,851 55,754 86 11

買戻し条件付売却有価証券 111,984 - 108,992 2,992

債務証券 2 - 2 -

金融機関に対する債務 - - - -

顧客に対する債務 - - - -

デリバティブ商品 100,023 26 97,951 2,046

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融負債
90,077 13,785 58,028 18,264

ヘッジ手段のデリバティブ商品 30,992 - 30,914 78

公正価値で測定する金融負債合計 388,929 69,566 295,973 23,390

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  - 10

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 5  1,159

レベル3：観察可能でないデータに基づく

評価からの振替
 - 1,475  

各レベルへの振替合計  5 1,476 1,169

 

負債のレベル3への振替およびレベル3からの振替は、主に金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／

買戻し条件付売却有価証券、売買目的のデリバティブ商品および純損益を通じて公正価値で測定するものと

して指定された金融負債に関係している。

レベル1とレベル2の間の振替は、主に空売りに関係している。

 

　レベル1に分類される金融商品

レベル1は、その原資産（金利、為替、貴金属、主要株価指数）を問わず、活発な市場において相場のある

すべてのデリバティブ（オプション、先物等）ならびに活発な市場において相場のある株式および債券で構

成される。
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市場が活発であるとみなされるのは、証券取引所、ブローカー、ディーラー、価格提供サービスまたは規

制機関から相場価格が容易に、かつ定期的に入手可能であり、その価格が実際かつ定期的に行われる独立し

た当事者間の市場取引を表している場合である。

独立した情報源から入手され、取引が実行可能であるとみなされ、定期的に更新される価格に基づいて評

価される社債、国債および機関債は、レベル1に分類される。これは、保有する国債、機関債および社債の多

くを占めている。相場価格のない債券の発行体は、レベル3に分類される。

 

　レベル2に分類される金融商品

レベル2に分類される主な金融商品は、以下のものである。

・売戻し条件付買入有価証券／買戻し条件付売却有価証券

・公正価値で測定するものとして指定された負債

公正価値で測定するものとして指定された負債は、その組込デリバティブがレベル2に分類されるとみなさ

れる場合に、レベル2に分類される。

・店頭取引デリバティブ

レベル2に分類される主な店頭取引デリバティブは、観察可能とみなされるインプットを用いて評価され、

その評価手法によりモデル・リスクに対する重大なエクスポージャーが生じないものである。

したがって、レベル2には、主に以下のものが含まれる。

・金利スワップ、通貨スワップおよび先渡外国為替取引等の線形型デリバティブ商品。これらは、直接観察

可能なインプット（為替レート、金利）または観察可能な市場価格から得られるインプット（通貨スワッ

プ）のいずれかに基づき、市場で一般的に使用されている単純なモデルを用いて評価される。

・キャップ、フロア、スワップション、通貨オプション、株式オプションおよびクレジット・デフォルト・

スワップ、デジタル・オプション等の非線形型バニラ商品。これらは、直接観察可能なインプット（為替

レート、金利、株価）または観察可能な市場価格から得られるインプット（ボラティリティ）のいずれか

に基づき、市場で一般的に使用されている単純なモデルを用いて評価される。

・標準的な取消可能なスワップ型の単一原資産を有するエキゾチック商品および主要通貨の通貨バスケッ

ト。これらの商品は、少し複雑な場合があるものの、市場で共有されているモデルを用いて評価される。

重要な評価パラメータは観察可能なものであり、価格は、主にブローカー価格を通じて、市場において観

察可能である。市場のコンセンサスは、該当がある場合は、内部評価の裏付けに役立つことになる。

・活発でないとみなされる市場に上場しており、それについて独立した評価データが入手可能な有価証券、

株式オプションおよび株式の先物取引。

 

　レベル3に分類される金融商品

レベル3に分類される金融商品は、レベル1またはレベル2の分類条件を満たさないものである。したがっ

て、それらは主に、その評価において観察可能でないインプットを多用することが必要となる、高いモデ

ル・リスクを伴う金融商品である。

レベル3に分類されるすべての新規取引に係る当初証拠金は、当初認識日に剰余金に計上される。これは、

観察可能でないとみなされる期間にわたって、または観察可能でない要素が満期と連動しない場合には取引

の終了時に、純損益に認識される。

したがって、レベル3には、主に以下のものが含まれる。

・売戻し条件付買入有価証券／買戻し条件付売却有価証券

・顧客に対する貸出金および債権

・有価証券

レベル3に分類される有価証券は、基本的に以下のとおりである。

・上場していない株式または債券で、それらについて独立した評価額が入手不可能なもの
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・資産担保証券で、気配値はあるが、必ずしもその価額で執行可能な独立した評価額が存在しないもの

・公正価値で測定するものとして指定された負債

公正価値で測定するものとして指定された負債は、その組込デリバティブがレベル3に分類されるとみなさ

れる場合に、レベル3に分類される。

・店頭取引デリバティブ

観察可能でない収益には、モデル・リスクに対する重大なエクスポージャーを伴う金融商品または観察可

能でないと考えられるパラメータを伴う複雑な金融商品を含む。

これらの方針を集約したものは、使用された分類を示すリスク要因／商品、原資産（通貨、指数等）およ

び満期により、観察可能性マップにマッピングされる。

主に以下のものがレベル3に分類される。

・主要通貨の場合には満期までの期間が非常に長期の、新興市場通貨の場合には満期までの期間がより短い

線形型の金利商品または為替商品。これには、当該取引およびその原資産の満期に基づく買戻条件付き取

引が含まれることがある。

・主要通貨の場合には満期までの期間が非常に長期の、新興市場通貨の場合には満期までの期間がより短い

非線形型の金利商品または為替商品

・以下の複雑なデリバティブ

・特定のエクイティ・デリバティブ商品。厚みが十分でない市場で取引されるオプションもしくは満期ま

での期間が非常に長期のオプションまたは様々な原資産の株式間の観察可能でない相関に評価が依拠す

る商品

・2つの金利の差を基礎数値とする特定のエキゾチック金利商品（金利差に基づく仕組商品または相関が観

察可能でない商品）

・指数の将来のボラティリティを基礎数値とする特定の商品。かかる商品は、重大なモデル・リスクがあ

り、かつその流動性の低さにより評価パラメータを定期的かつ正確に見積ることができないため、観察

可能でないとみなされる。

・期限前返済率に対するエクスポージャーが生じる証券化スワップ。期限前返済率は、同様のポートフォ

リオに関する過去のデータに基づいて決定される。

・パワー・リバース・デュアル・カレンシー型の長期金利／外国為替のハイブリッド商品、または通貨バ

スケットを基礎数値とする商品。金利と通貨の間の相関パラメータおよび2つの金利間の相関パラメータ

は、過去のデータに基づく内部手法を用いて決定される。市場のコンセンサスが観察可能なことによ

り、プロセス全体の一貫性を確保することができる。

・様々なリスク・クラス（金利、信用、為替、インフレおよび株式）間の相関に対するエクスポージャー

が生じる、複数の基礎数値を有する商品。

 

レベル3の公正価値で測定する金融商品の変動純額

 

　レベル3の公正価値で測定する金融資産

  売買目的保有金融資産

（百万ユーロ）

レベル3の公

正価値で測

定する金融

資産合計

金融機関に

対する貸出

金および債

権

顧客に対す

る貸出金お

よび債権

売戻し条件

付買入有価

証券

差入担保

有価証券

売買目的

有価証券

デリバティ

ブ

商品

期末残高（2023年12月31

日）
34,097 - 654 7,261 - 268 5,670

当期利益（損失）
(1) 424 - (5) 15 - 69 477

純損益認識額 286 - (23) (58) - 69 473
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その他の包括利益認識額 138 - 18 73 - - 4

購入 13,082 - 991 7,937 - 161 1,452

売却 (2,134) - (491) - - (253) (1)

発行 - - - - - - -

決済 (6,017) - (4) (5,409) - - (587)

分類変更 - - - - - - -

当期における範囲に関連し

た変更
44 - - - - - -

振替 (4,772) - - (3,333) - (9) (1,342)

レベル3への振替 2,323 - - 1,667 - 50 577

レベル3からの振替 (7,095) - - (4,999) - (59) (1,919)

期末残高（2024年12月31

日）
34,723 - 1,145 6,471 - 236 5,669

 

（百万ユーロ）

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

資本性金

融商品

「SPPI」テストの要件を満た

さない負債性金融商品

資産担保

ユニッ

ト・リン

ク契約

純損益を通じて公正価値で測

定するものとして指定された

金融資産

株式およ

び

その他の

持分証券

ならびに

非連結持

分投資

金融機関

に対する

貸出金お

よび債権

顧客に対

する

貸出金お

よび債権

債務証券

金融機関

に対する

貸出金お

よび債権

顧客に対

する

貸出金お

よび債権

債務証券

期末残高（2023年12月31日） 12,711 - - 6,450 365 - - -

当期利益（損失）
(1) (215) - - 24 24 - - -

純損益認識額 (221) - - 24 24 - - -

その他の包括利益認識額 6 - - - - - - -

購入 1,626 - - 485 410 - - -

売却 (970) - - (366) (1) - - -

発行 - - - - - - - -

決済 (16) - - - - - - -

分類変更 - - - - - - - -

当期における範囲に関連した変更 17 - - - - - - -

振替 (73) - - - - - - -

レベル3への振替 (3) - - - - - - -

レベル3からの振替 (70) - - - - - - -

期末残高（2024年12月31日） 13,081 - - 6,593 798 - - -

 
 

 
その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

 

（百万ユーロ）

純損益に組替え

られることのな

いその他の包括

利益を通じて公

正価値で測定す

る資本性金融商

品

純損益に組替え

られる可能性の

あるその他の包

括利益を通じて

公正価値で測定

する負債性金融

商品

ヘッジ手段のデリ

バティブ商品

期末残高（2023年12月31日） 671 48 -  

当期利益（損失）
(1) 37 - -  

　純損益認識額 - - -  

　その他の包括利益認識額 37 - -  

購入 18 - -  

売却 (53) - -  

発行 - - -  

決済 - - -  
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分類変更 - - -  

当期における範囲に関連した変更 27 - -  

振替 31 (48) -  

レベル3への振替 31 - -  

レベル3からの振替 - (48) -  

期末残高（2024年12月31日） 732 - -  

(1) この残高は、以下の金額の期末現在の貸借対照表で示された資産に係る当期損益を含んでいる。

 

期末現在で保有されていたレベル3の資産による当期利益（損失） 369

　純損益認識額 332

　その他の包括利益認識額 37

 
　レベル3の公正価値で測定する金融負債

（百万ユーロ）

合計

売買目的保有

金融負債

純損益を通

じて公正価

値で測定す

るものとし

て指定され

た金融負債

ヘッジ手段

のデリバ

ティブ商品

空売り

有価証

券

買戻し

条件付

売却有

価証券

債務

証券

金融機

関に対

する債

務

顧客に

対する

債務

デリバ

ティブ

商品

期末残高(2023年12月31日) 23,390 11 2,992 - - - 2,046 18,264 78

当期利益（損失）
(1) 2,237 569 29 - - - 341 1,298 -

　純損益認識額 2,355 569 29 - - - 338 1,419 -

　その他の包括利益認識額 (118) - - - - - 3 (122) -

購入 5,485 45 4,483 - - - 699 259 -

売却 (775) (574) - - - - (6) (195) -

発行 6,855 - - - - - - 6,855 -

決済 (6,369) (1) (1,796) - - - (446) (4,048) (78)

分類変更 - - - - - - - - -

当期における範囲に関連した

変更
- - - - - - - - -

振替 (5,091) - (1,685) - - - 725 (4,130) -

　レベル3への振替 1,851 - 247 - - - 1,122 482 -

　レベル3からの振替 (6,942) - (1,932) - - - (397) (4,612) -

期末残高（2024年12月31日） 25,732 49 4,022 - - - 3,357 18,303 -

(1) この残高は、以下の金額の期末現在の貸借対照表で示された負債に係る当期損益を含んでいる。

 

期末現在で保有されていたレベル3の負債による当期利益（損失） 2,333

　純損益認識額 2,355

　その他の包括利益認識額 (22)

 

売買目的保有金融商品、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品およびデリバ

ティブ商品に係る純損益に認識される利益および損失は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に

係る純利益（損失）」に認識され、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産に係る純損益

に認識される利益および損失は、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益

（損失）」に認識される。

 

11.3　取引当初のマージンの見積影響額

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

期首現在の繰延マージン 359 241

期中の新たな取引により生じたマージン 245 250

期中に当期純利益に認識されたマージン (300) (132)

期末現在の繰延マージン 304 359
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公正価値のレベル3に該当する市場取引の初日のマージンは、貸借対照表の剰余金に計上され、時間の経過

に伴い、または観察可能でないパラメータが再び観察可能になる時点で純損益に認識される。
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注記12　2024年12月31日現在の連結範囲

 

12.1　子会社に関する情報

 

12.1.1　被支配事業体に対する制限

 

規制上、法律上または契約上の規定により、クレディ・アグリコル・エス・エーがその子会社の資産に自

由にアクセスし、当行グループの負債を清算する能力が制限されることがある。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の制限を有する。

 

規制上の制約

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、それらの所在する国の健全性規則および自己資本規制を

遵守しなければならない。最低株式資本（ソルベンシー比率）、レバレッジ比率および流動性比率に関する

要件により、これらの事業体が配当支払またはクレディ・アグリコル・エス・エーに資産移転を行う能力が

制限される。

 

法律上の制約

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、資本および分配可能利益の分配に関して、法律上の規定

を遵守しなければならない。かかる要件により、これらの子会社が配当支払を行う能力が制限される。かか

る要件は、上記の規制上の制約より制限が厳しくないことがほとんどである。

 

保証に関する契約上の制約

保証に関する制約：クレディ・アグリコル・エス・エーは、証券化または中央銀行との借換えによって資

金調達を行うために、特定の金融資産を担保としている。一度保証として担保に差し入れると、クレディ・

アグリコル・エス・エーは、もはや当該資産を使用することはできない。かかるメカニズムは、注記9「融資

および保証コミットメントならびにその他の保証」に記載されている。

 

保険事業の資産担保ユニット・リンク契約に対する制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの資産担保ユニット・リンク契約は、保険契約者のために保有されて

いる。クレディ・アグリコル・エス・エーの保険子会社の貸借対照表上の資産は、主にその保険契約者に対

する債務を履行するために保有されている。他の事業体への資産の譲渡は、法律的な条件に従えば可能であ

るが、譲渡を行う場合には、譲渡による利益の一部を保険契約者のためとしなければならない。

 

その他の制約

一部のクレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、その配当の分配について、規制当局から事前承認

を得なければならない。

CAエジプトの配当支払は、現地規制当局の事前承認の対象である。

ウクライナに関して、2022年2月25日付のウクライナ国立銀行決議第23号は、ウクライナ国立銀行取締役会

命令第18号「戒厳令下の銀行制度の運営について」によって改訂された。

企業は、「新規」配当金を送金することが可能となる。つまり、企業は、2024年1月1日から開始する期間

の業績結果に基づいて発生した海外企業の持分または株式に係る配当金を送金することが可能となる。この

規則の緩和は、利益剰余金または資本準備金に割り当てられた過去の期間の未分配利益に係る配当金の支払

いには適用されない。
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マクロ経済および金融の安定に対するリスクを最小限に抑えるため、国立銀行は、「新規」配当金の月間

送金限度額を1百万ユーロに設定している。この要件の遵守は、ウクライナ国立銀行の自動化されたE-Limits

ITシステムを通じて確保される。

 

12.1.2　当行グループの支配下にあるストラクチャード・エンティティに対する支援

 

クレディ・アグリコル・CIBは、一部の連結ストラクチャード・エンティティ（CSE）と財務支援を提供す

るコミットメントと同等の契約上の取決めを有している。

資金調達のニーズを満たすため、クレディ・アグリコル・CIBは、金融市場における資金調達のための仕組

債発行ビークルを利用している。クレディ・アグリコル・CIBは、かかる事業体によって発行された有価証券

をすべて引き受けている。2024年12月31日現在、かかる有価証券の残高は、30.6十億ユーロであった。

第三者証券化事業の一環として、クレディ・アグリコル・CIBは、そのABCPコンデュイットに流動性ファシ

リティを提供している。2024年12月31日現在、かかる流動性ファシリティは、合計43.2十億ユーロであっ

た。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年12月31日および2023年12月31日現在において、連結対象の

いかなるストラクチャード・エンティティのためにもその他の財務支援を行っていなかった。

 

12.1.3　証券化取引および専用基金

 

当行グループの様々な事業体が、担保付リファイナンス取引の一環として、自己勘定で証券化取引を行っ

ている。状況により、これらの取引の全部または一部につき投資家に対して募集すること、買戻し条件付契

約に基づいて売却すること、またはリファイナンスのために使用可能な流動性有価証券準備金として発行者

の貸借対照表に計上することができる。

IFRS第9号のフローチャートに従い、これらの取引は、認識中止取引または非認識中止取引の一部を構成す

るとみなされている。非認識中止取引については、資産は、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結貸借

対照表に計上される。

これらの証券化取引ならびに当該資産および関連する負債の帳簿価額の記載に関する詳細は、注記6.6「認

識中止されていない譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産」を参照。
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12.2　共同支配企業および関係会社

 

共同支配企業および関係会社の財務情報

　2024年12月31日現在において、

・持分法会計の適用を受けている共同支配企業の価値は総額で1,512百万ユーロ（2023年12月31日においては

1,388百万ユーロ）であった。

・持分法会計の適用を受けている関係会社の価値は総額で1,415百万ユーロ（2023年12月31日においては

1,211百万ユーロ）であった。

重要な関係会社および共同支配企業を下の表に示す。これらは「貸借対照表上の持分法適用価額」を構成

する主な共同支配企業および関係会社である。

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日

持分(％)
持分法適用

価額

市場価額

持分

当行グループの事

業体に支払われた

配当

純利益

持分

自己資本

割合
(1)

共同支配企業       

クレディ・アグリコル

- グループ・インフラ

ストラクチャー・プ

ラットフォーム

53.8％ 74 - - 4 77

S3ラタム・ホールドco

1
34.7％ 325 - - 21 606

クレディ・アグリコ

ル・イモビリエ・プロ

モシオン

50.0％ 71 - 4 (5) 71

リーシーズ
(2) 50.0％ 708 - - 58 1,067

クレディ・アグリコ

ル・トランジシオン・

エ・エネルジ

50.0％ 142 - - (2) 165

その他  192 - - (8) 695

持分法適用会社（共同

支配企業）への投資の

正味帳簿価額

 1,512   68 2,680

関係会社       

GACソフィンコ・オート

ファイナンス・カンパ

ニー（旧GAC CACF）

50.0％ 601 - 17 58 601

ABC-CAファンド・マネ

ジメントCo.
22.4％ 203 - 6 11 203

ワファサラフ 49.0％ 159 - 5 16 100

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 792/1736



SBIファンズ・マネジメ

ント・プライベート

Limited

24.5％ 383 - 8 104 358

その他  69  7 (62) 70

持分法適用会社（関係

会社）への投資の正味

帳簿価額

 1,415   126 1,332

持分法適用会社への投

資の正味帳簿価額
 2,928   194 4,013

(1) 共同支配企業または関係会社がサブグループであった時のその財務諸表の自己資本におけるグループの持分。

(2) リーシーズ・エス・ピー・エーおよびリーシーズ・エス・エー・エスのデータを含む。

 

上表に示した市場価額は2024年12月31日における相場価格である。持分法適用会社で用いられる数値はIAS

第28号に従って決定された持分法価額とは異なる場合があるため、この価額は売却価値を代表していない可

能性がある。持分法適用会社への投資は、減損が示唆された場合にはのれんと同じ方法を用いて、減損テス

トの対象となった。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

持分(％)
持分法適用

価額

市場価額

持分

当行グループの事

業体に支払われた

配当

純利益

持分

自己資本

割合
(1)

共同支配企業       

クレディ・アグリコル

- グループ・インフラ

ストラクチャー・プ

ラットフォーム

53.7％ 70 - - (1) 72

S3ラタム・ホールドco

1
34.7％ 362 - - 19 620

クレディ・アグリコ

ル・イモビリエ・プロ

モシオン

50.0％ 81 - 5 5 80

リースCo
(2) 50.0％ 623 - - 34 939

ワテア 30.0％ 76 - - (4) 6

その他  176 - 549 33 653

持分法適用会社（共同

支配企業）への投資の

正味帳簿価額

 1,388   86 2,371

関係会社       

GACソフィンコ・オート

ファイナンス・カンパ

ニー（旧GAC CACF）

50.0％ 539 - 23 49 539

ABC-CAファンド・マネ

ジメントCo.
22.5％ 191 - 9 15 191
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ワファサラフ 49.0％ 143 - 7 13 86

SBIファンズ・マネジメ

ント・プライベート

Limited

24.7％ 275 - 7 79 252

その他  63  7 (46) 63

持分法適用会社（関係

会社）への投資の正味

帳簿価額

 1,211   111 1,131

持分法適用会社への投

資の正味帳簿価額
 2,599   197 3,502

(1) 共同支配企業または関係会社がサブグループであった時のその財務諸表の自己資本におけるグループの持分。

(2) リーシーズ・エス・ピー・エーのデータを含む。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの重要な関係会社および共同支配企業の要約財務情報を以下に示す。

 

（百万ユーロ）
2024年12月31日

収益 純利益 総資産 総資本

共同支配企業     

クレディ・アグリコル - グループ・

インフラストラクチャー・プラット

フォーム

1,193 7 645 133

S3ラタム・ホールドco 1 157 79 1,378 1,212

クレディ・アグリコル・イモビリエ・

プロモシオン
34 (11) 299 141

リーシーズ
(1) 387 106 14,426 2,134

クレディ・アグリコル・トランジシオ

ン・エ・エネルジ
9 (4) 338 331

関係会社     

GACソフィンコ・オートファイナン

ス・カンパニー （旧GAC CACF）
255 117 8,948 1,180

ABC-CAファンド・マネジメントCo. 78 32 640 609

ワファサラフ 119 32 1,947 205

SBIファンズ・マネジメント・プライ

ベートLimited
453 275 1,050 984

(1) リーシーズ・エス・ピー・エーおよびリーシーズ・エス・エー・エスのデータを含む。

 

（百万ユーロ）
2023年12月31日

収益 純利益 総資産 総資本

共同支配企業     

クレディ・アグリコル - グループ・

インフラストラクチャー・プラット

フォーム

1,248 (1) 615 125

S3ラタム・ホールドco 1 179 111 2,131 1,982
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クレディ・アグリコル・イモビリエ・

プロモシオン
52 9 357 161

リースCo
(1) 359 125 10,303 1,878

ワテア 1 (14) 42 21

関係会社     

GACソフィンコ・オートファイナン

ス・カンパニー （旧GAC CACF）
240 99 7,595 1,078

ABC-CAファンド・マネジメントCo 93 46 604 573

ワファサラフ 110 28 1,680 163

SBIファンズ・マネジメント・プライ

ベートLimited
342 208 729 687

(1) リーシーズ・エス・ピー・エーのデータを含む。

 

保険レベルにおける非連結共同支配企業および関係会社に対する投資

クレディ・アグリコル・アシュランスは、IAS第28号により認められた簡易オプションを用いて、27の共同

支配企業および26の関係会社を測定した。

したがって、これらの企業に対する投資は、IFRS第9号に従って純損益を通じて公正価値で測定される。

純損益を通じて公正価値で測定されたクレディ・アグリコル・アシュランスの重要な共同支配企業および

関係会社の要約財務情報を以下に示す。

 

（百万ユーロ）
2024年12月31日

持分(％) 純資産価額 総資産 総資本 純利益

共同支配企業      

フォンシエール・イペルシュド 51％ 1 104 73 48

ユーロマルセイユ1 50％ ND 36 19 0

ユーロマルセイユ2 50％ ND 55 2 1

アルカパルクSAS 50％ 239 217 193 26

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング
35％ ND 614 250 (24)

カッシーニ・パーツA 50％ 302 1,620 379 (18)

チュネル・ド・バルセロナ 50％ ND 485 77 21

ヨーロピアン・モーターウェイ・イ

ンベストメンツ1
60％ 293 128 103 22

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング2
48％ ND ND ND ND

エル・オールドコ・サール 50％ 276 1,157 485 2

ウロワット・エネルジ 75％ ND 439 48 4

サール・アンピュルスI A 36％ 976 2,591 2,591 96

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング3
80％ ND 141 45 20

イタリアン・エナジーズ・インベス

トメンツ・ホールディングス
80％ ND 110 109 11
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オルデサ・セルビシオ・エンプレサ

リアレスSL
60％ 589 2 1 0

ジャナス・ルヌワーブル 50％ ND ND ND ND

URI GmbH 45％ ND ND ND ND

ギガ・ダイナモ・ホールディングス 45％ ND 121 44 (2)

SASデファンスCB3 25％ 0 48 48 0

クアドリカ 50％ ND ND ND ND

アルタリュクスコ 50％ ND 1,038 813 (11)

SCI 1テラス・ベリーニ 33％ 63 136 91 3

SCIル・ドュ・バック 50％ 160 232 174 6

SCIトゥール・メルル 50％ 68 105 54 2

SCIカーペ・ディエム 50％ 140 230 108 13

SCIワグラム22/30 50％ 160 317 60 7

SCIイロット13 50％ 52 78 48 3

FREYリテール・ヴィルボン 48％ 40 164 40 3

SCIアカデミー・モンルージュ 50％ 60 244 96 (22)

SCIポール・セザンヌ 49％ 298 152 57 7

SCI 103グルネル 49％ 154 174 167 7

関係会社      

ラムゼー - ジェネラル・ド・サン

テ
40％ 545 6,958 1,246 49

インフラ・フォック・トプコ 49％ 647 4,286 199 34

アルタレア 24％ 516 8,337 1,748 (472)

クラリアンヌ 26％ 193 15,181 3,584 (105)

SASクリスタル 46％ 50 124 71 8

セマリ 38％ 38 924 668 28

ソントラル・シカフ・エス・ピー・

エー
25％ 171 982 50 20

ピスト・グループ・ホールディン

グ・サール
40％ 287 102 8 0

カブール・エアロ・エス・エー 40％ ND 371 370 0

フリュクスデューンAO 25％ 200 689 673 0

EFソラール 30％ ND 1,121 949 48

ブルーヴィア 23％ ND 2,515 2,122 (96)

アディエル・パルティシパシオン 25％ 79 506 349 (52)

エディソン・ルヌワーブル 49％ ND 1,283 766 165

ホーンジー2 25％ ND 1,956 190 127

INNERGEX フランス 30％ ND ND ND ND

FREY 20％ 185 2,397 1,047 19

イカド 19％ 330 11,601 4,986 (1,250)

パトリモワンヌ・エ・コメルス 20％ 62 907 439 29

MOVHERA 35％ 560 ND ND ND
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ソシエテ・シヴィル・フォンディ 25％ 49 371 42 (12)

SCIハート・オブ・ラ・デファンス 37％ 139 1,445 386 155

 

（百万ユーロ）
2023年12月31日

持分(％) 純資産価額 総資産 総資本 純利益

共同支配企業      

フォンシエール・イペルシュド 51％ 1 165 35 5

アルカパルクSAS 50％ 196 167 167 0

SCIユーロマルセイユ1 50％ 21 ND ND ND

SCIユーロマルセイユ2 50％ 7 ND ND ND

FREYリテール・ヴィルボン 48％ 37 161 38 2

SCIル・ドュ・バック 50％ 152 228 175 6

SCIトゥール・メルル 50％ 73 107 55 4

SCIカーペ・ディエム 50％ 171 226 108 13

SCIイロット13 50％ 65 78 48 3

SCI 1テラス・ベリーニ 33％ 68 131 88 0

SCIワグラム22/30 50％ 157 319 55 3

SCIアカデミー・モンルージュ 50％ 62 271 126 3

SASデファンスCB3 18％ 12 107 84 (9)

SCIポール・セザンヌ 49％ 276 178 167 6

チュネル・ド・バルセロナ 50％ 0 ND ND ND

ヨーロピアン・モーターウェイ・イ

ンベストメンツ1
60％ 296 128 103 4

エル・オールドコ・サール 49％ 276 551 551 0

ユーロヴァット・エネルジ 75％ 0 ND ND ND

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング3
80％ 0 ND ND ND

イエイ 80％ 0 ND ND ND

EFソラール・イタリア 30％ 0 ND ND ND

URI GmbH 45％ 0 ND ND ND

オルデサ・セルビシオ・エンプレサ

リアレスSL
60％ 588 ND ND ND

ジャナス・ルヌワーブル 50％ 0 ND ND ND

SCI 103グルネル 49％ 156 174 163 4

リード・インベスターズ 45％ 0 ND ND ND

関係会社      

ラムゼー - ジェネラル・ド・サンテ 40％ 835 6,788 1,212 118

インフラ・フォック・トプコ 36％ 537 3,459 107 (68)

アルタレア 24％ 400 9,087 2,375 327

クラリアンヌ 25％ 63 14,574 3,539 22

FREY 20％ 166 2,051 990 129

イカド 19％ 511 18,218 6,588 54
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パトリモワンヌ・エ・コメルス 20％ 55 93 431 48

SCIハート・オブ・ラ・デファンス 33％ 164 1,648 566 (90)

SASクリスタル 46％ 55 124 90 8

SCIフォンディ 25％ 50 393 77 18

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング
30％ 0 ND ND ND

セマリ 38％ 38 0 0 0

ソントラル・シカフ 24％ 164 1,222 758 70

ピスト・グループ・ホールディン

グ・サール
40％ 280 101 9 30

カブール・エアロ・エス・エー 37％ 197 369 369 0

フリュクスデューン 25％ 227 868 852 0

カッシーニSAS 50％ 296 1,713 477 (71)

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング2
48％ 0 ND ND ND

サール・アンピュルス 39％ 934 ND ND ND

アグアス・プロファンダス・エス・

エー
35％ 570 2,221 1,289 (14)

アディエル・パルティシパシオン 25％ 89 546 392 (4)

エディソン・ルヌワーブル 49％ 0 ND ND ND

ホーンジー2 25％ 0 ND ND ND

アルタミラ 23％ 0 ND ND ND

INNERGEX フランス 30％ 0 ND ND ND

 

共同支配企業および関係会社に対する重要な制約

クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の制限を受ける。

 

規制上の制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社はその所在する国における健全性規則と自己資本規制の適用

を受ける。最低株式資本（ソルベンシー比率）、レバレッジ比率および流動性比率に関する要件により、こ

れらの事業体がクレディ・アグリコル・エス・エーに配当支払または資産移転を行う能力が制限される。

 

法律上の制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、資本および分配可能利益の配分に関する法律的要件を遵

守しなければならない。これらの要件により、子会社は配当を支払う能力が制限される。これら要件は、上

述の規制上の制限よりも制限性が低い場合がほとんどである。

 

保険会社の資産担保ユニット・リンク契約に対する制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの資産担保ユニット・リンク契約は、保険契約者のために保有されて

いる。クレディ・アグリコル・エス・エーの保険子会社の貸借対照表上の資産は主に、保険契約者に対する

義務を満たすために保有されている。他の事業体への資産の譲渡は、法律的条件に従えば可能であるが、譲

渡を行う場合には、譲渡に由来する利益の一部を保険契約者のものとしなければならない。
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12.3　非支配持分

 

重要な非支配持分の範囲に関する情報

下表は、当行グループもしくは下位グループ・レベルでの株主持分合計に関して重要な非支配持分を有す

るかまたはかかる非支配持分により保有される事業体の総資産が重要な額である連結子会社およびストラク

チャード・エンティティに関する情報を示している。

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日

非支配持分により

保有される議決権

の割合（％）

非支配持分によ

り保有される持

分の割合（％）

報告期間における非

支配持分に割り当て

られた純利益

報告期間末現在

の累積非支配

持分

非支配持分に支

払われた配当

アムンディ・グループ 32％ 33％ 418 3,331 272

クレディ・アグリコル・イ

タリア・グループ
22％ 22％ 176 1,457 79

CACEISグループ 30％ 30％ 140 1,105 115

アゴス・エス・ピー・エー 39％ 39％ 74 486 51

CAエジプト 35％ 35％ 51 147 15

その他の事業体
(1) 0％ 0％ 208 2,076 71

合計   1,067 8,601 602

(1) うち、460百万ユーロは、2014年10月14日および2015年1月13日にクレディ・アグリコル・アシュランスにより実施

されたその他Tier 1永久劣後債の発行に関するものであり、非支配持分に係る株主持分に計上された。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

非支配持分により

保有される議決権

の割合（％）

非支配持分によ

り保有される持

分の割合（％）

報告期間における非

支配持分に割り当て

られた純利益

報告期間末現在

の累積非支配

持分

非支配持分に支

払われた配当

アムンディ・グループ 32％ 33％ 385 3,109 269

クレディ・アグリコル・イ

タリア・グループ
22％ 22％ 155 1,378 65

CACEISグループ 30％ 30％ 119 1,121 -

アゴス・エス・ピー・エー 39％ 39％ 73 469 72

CAエジプト 35％ 35％ 49 154 -

その他の事業体
(1) 0％ 0％ 213 2,602 78

合計   995 8,833 484

(1) うち、1,246百万ユーロは、2014年10月14日および2015年1月13日にクレディ・アグリコル・アシュランスにより実

施されたその他Tier 1永久劣後債の発行に関するものであり、非支配持分に係る株主持分に計上された。

 

重要な非支配持分に関する個別の要約財務情報

下表は、IFRSに基づく財務書類による、クレディ・アグリコル・エス・エーの重要な非支配持分を有する

子会社に関する要約情報を示している。
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（百万ユーロ）

2024年12月31日

総資産 収益 純利益
純利益およびそ

の他の包括利益

アムンディ・グループ 38,302 3,406 1,302 1,467

クレディ・アグリコル・イタリア・グループ 92,495 3,078 809 803

CACEISグループ 118,034 2,083 455 400

アゴス・エス・ピー・エー 20,945 841 190 189

CAエジプト 2,430 277 145 166

合計 272,206 9,685 2,901 3,025

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

総資産 収益 純利益
純利益およびそ

の他の包括利益

アムンディ・グループ 36,011 3,122 1,160 1,067

クレディ・アグリコル・イタリア・グループ 94,313 3,040 712 709

CACEISグループ 116,331 1,678 392 386

アゴス・エス・ピー・エー 20,492 829 188 188

CAエジプト 3,137 286 139 129

合計 270,284 8,955 2,591 2,479
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12.4　連結範囲

 

クレディ・アグリコル・エス・エー

連結範囲
(1) (a) (b) (c)

支配割合（％） 持分割合（％）  
2024年

12月31日

2023年

12月31日

2024年

12月31日

2023年

12月31日
 

オーストラリア  

クレディ・アグリコル・CIB（オーストラリア） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB・オーストラリアLtd ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

オーストリア  

アムンディ・オーストリアGmbH ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAオート・バンク GMBH ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAスターンGMBH ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・オーストリアGMBH ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

URI GmbH × - JV AG 45.0 45.0 45.0 45.0 

ベルギー          

アムンディ・アセット・マネジメント・ベルジアム ■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

バンク・デグルーフ・ピーターカム ■ I3 S LC 79.3 - 77.5　 - 

ベネルパール ■ - S LC 100.0 100.0 96.1 96.1 

CAオート・バンク エス・ピー・エー ベルギー支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）

ベルギー支店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク ベルギー支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISインベスター・サービシズ・ベルギー ■ E4 S LC - 100.0 - 69.5 
バンク・デグルーフ・ピーターカム・ルクセンブル
ク・エス・エー ベルギー支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5 - 

クレディ・アグリコル・CIB（ベルギー） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CALEFエス・エー - ベルギー支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン

ト
■ I3 S LC 100.0 - 77.5　 - 

ドリヴァリア・リース・ベルギー・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
デグルーフ・ピーターカム・コーポレート・ファイ

ナンス
■ I3 S LC 100.0 - 77.5　 - 

フリーカーズ・ベルギー ■ E3 S SFS - 100.0 - 77.0 

FLUXDUNE × - A AG 25.0 25.0 25.0 25.0 

リーシーズ・エス・ピー・エー ベルギー支店 ▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 
ナルシス・ホールディング・ベルジック・エス・

エー
■ I1 S AG 80.1 - 80.1 - 

オリン ベルギー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
ソシエテ・イモビリエール・エ・フィナンシエー

ル・アンデュストリ・ギマール
■ I3 S LC 100.0 - 77.5　 - 

オルバン・フィナンス ■ I3 S LC 100.0 - 77.5　 - 

ピーターカム・インベスト ■ I3 S LC 100.0 - 97.8　 - 

ソフィパック ■ - S LC 99.7 99.7 95.8 95.8 

ブラジル  
バンコ・クレディ・アグリコル・ブラジル・エス・

エー
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

FIC - FIDC ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
フンド・ア・デ・インベストメント・マルチメル

カード
■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

サンタンデールCACEISブラジルDTVMエス・エー ▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 
サンタンデールCACEISブラジル・パルティシパソ

ス・エス・エー
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

ブルガリア  
アムンディ チェコ共和国アセット・マネジメント

ソフィア支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

カナダ   

クレディ・アグリコル・CIB（カナダ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セルヴィス・エ・オペラシ

オンINC.
■ I2 S LC 100.0 - 97.8 - 

チリ  

アムンディ・アセット・マネジメント チリ支店 ■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
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中国          

ABC-CAファンド・マネジメントCO ▲ - A AG 33.3 33.3 22.4 22.5 

アムンディ・BOC・ウェルス・マネジメントCo. Ltd ■ - S AG 55.0 55.0 37.0 37.1 

アムンディ・フィンテック（上海）CO. LTD ■ I2 S AG 100.0 - 67.2 - 

クレディ・アグリコル・CIB・チャイナLtd ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・CIB・チャイナLtd 中国支

店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

GAC - ソフィンコ・オート・ファイナンスCo. Ltd ▲ - A SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU DA 2022-01 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU DA 2022-02 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 
HUI JU DA 2023-1 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU DA 2023-2 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU RONG 2024-03 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU RONG 2024-04 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU RONG 2024-01 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU RONG 2024-02 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU TONG 2022-1 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU RONG 2023-1 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

コロンビア  
S3 CACEISコロンビアS.A.ソシエダ・フィドゥシア

リア
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

チェコ共和国  
アムンディ チェコ共和国アセット・マネジメン

ト・エー・エス
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ チェコ共和国インベスティクニ・スポ

ルクノスト・エー・エス
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

ドリヴァリア・チェコ共和国・エス・アール・オー ■ I1 S SFS 100.0 - 100.0 - 
ドリヴァリア・リース・チェコ共和国・エス・アー

ル・オー
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

フリート・インシュアランス・プラン・エス・アー

ル・オー
■ I1 S SFS 100.0 - 100.0 - 

デンマーク  

Aリース・アンド・モビリティ デンマーク支店 ▲ E1 B SFS - 50.0 - 50.0 

CAオート・ファイナンス・デンマークA/S ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・CIB デンマーク支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・リース・デンマークA/S ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

エジプト  

クレディ・アグリコル・エジプトS.A.E. ■ - S IRB 65.3 65.3 65.0 65.0 

フィンランド  
アムンディ・アセット・マネジメント フィンラン

ド支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAオート・ファイナンス・デンマークA/Sフィンラ
ンド支店

■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・CIB（フィンランド） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・リース・フィンランドOY ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

フランス  

アカジュー ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アクティシア・ヴィ3
(1) ■ - CSE AG 99.3 99.3 99.3 99.3 

アクティシア・ヴィ90 C
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アクティシア・ヴィ90 N2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アクティシア・ヴィ90 N3 C
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アクティシア・ヴィ90 N4
(1) ■ - CSE AG 99.8 100.0 99.8 100.0 

アクティシア・ヴィ90 N6 C
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アクティシア・ヴィN4
(1) ■ - CSE AG 99.8 99.8 99.8 99.8 

アクシオン50 3DEC
(1) ■ - CSE AG 99.5 95.4 99.5 95.4 

アディモ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

アディエル・パルティシパシオン × - A AG 24.5 24.5 24.5 24.5 

アグリコル・リヴァージュ・デット
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アリアンツ・ヴォルタ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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ALTA VAI HOLDCO P ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アルタレア × - A AG 24.4 24.1 24.4 24.1 

AM AC FR ISR PC 3D
(1) ■ - CSE AG 50.3 37.1 50.3 37.1 

AM DESE FIII DS3IMDI
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

AM KBI AC MO ENPERIC
(1) ■ - CSE AG 99.2 97.6 99.2 97.6 

AM OBLI MD AC PM C
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

AM.AC.EU.ISR-P-3D
(1) ■ - CSE AG 34.6 34.0 34.6 34.0 

AM.AC.MINER.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 69.6 69.1 69.6 69.1 

AM.AC.USA ISR P 3D
(1) ■ - CSE AG 65.5 53.7 65.5 53.7 

AM.ACT.EMER.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 26.7 28.1 26.7 28.1 

AM.RDT PLUS-P-3D
(1) ■ - CSE AG 58.3 58.4 58.3 58.4 

アミラル・グロウスOPP A
(1) ■ - CSE AG 51.1 51.1 51.1 51.1 

AMUN DELTA CAPI SANT
(1) ■ I1 CSE AG 83.8 - 83.8 - 

AMUN ENERG VERT FIA
(1) ■ - CSE AG 62.4 62.4 62.4 62.4 

AMUN.ACT.REST. P-C
(1) ■ - CSE AG 38.9 39.1 38.9 39.1 

AMUN.TRES.エオニアISR E FCP 3DEC
(1) ■ E3 CSE AG - 60.8 - 60.8 

アムンディ ■ - S AG 67.4 67.6 67.2 67.5 

アムンディITセルヴィスSNC ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディAC.FONC.PC 3D
(1) ■ - CSE AG 58.3 58.5 58.3 58.5 

アムンディ・アクシオン・フランス C 3DEC
(1) ■ - CSE AG 69.6 69.0 69.6 69.0 

アムンディAFD AV ドゥラブル P1 FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 69.6 70.5 69.6 70.5 

アムンディ・アロカシオンC
(1) ■ - CSE AG 99.9 100.0 99.9 100.0 

アムンディ・アセット・マネジメント ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディCAA ABS CT
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アゴラ・アクシオン・ユーロ
(1) ■ I1 CSE AG 50.5 - 50.5 - 

アムンディCAP FU PERI C
(1) ■ - CSE AG 99.2 99.0 99.2 99.0 

アムンディESR ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
アムンディ・ユーロ・リクイディティ・ショート・

タームSRI PM C
(1) ■ E3 CSE AG - 100.0 - 100.0 

アムンディ・フィナンス ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・フィナンス・エミシオン ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
アムンディ・フルロン・デ・テリトワールPART A

PREDICA
(1) ■ - CSE AG 60.5 60.5 60.5 60.5 

アムンディ・オリゾン3D
(1) ■ - CSE AG 66.9 66.8 66.9 66.8 

アムンディIMMOデュラブル
(1) ■ - CSE AG 100.0 99.7 100.0 99.7 

アムンディ・イモビリエ ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・インディア・ホールディング ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・アンテルメディアシオン ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディKBIアクシオンPC
(1) ■ - CSE AG 88.5 88.5 88.5 88.5 

アムンディKBIアクシオンC
(1) ■ - CSE AG 91.0 92.2 61.2 55.5 

アムンディKBIアクア C
(1) ■ - CSE AG 58.2 59.5 58.2 59.5 

アムンディOBLIG EURO C
(1) ■ - CSE AG 57.3 56.4 57.3 56.4 

アムンディ・パトリモワンC 3DEC
(1) ■ - CSE AG 86.3 86.0 86.3 86.0 

アムンディPE ソリューシオン・アルファ ■ - CSE AG 98.6 100.0 66.3 67.5 

アムンディ・プライベート・エクイティ・ファンズ ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・プリュザクシオン
(1) ■ - CSE AG 54.6 53.1 54.6 53.1 

アムンディTRANSM PAT C
(1) ■ - CSE AG 98.4 98.4 98.4 98.4 

アムンディ・ヴァラーDURAB
(1) ■ - CSE AG 62.1 78.4 62.1 78.4 

アムンディ・ヴォジラールDETTE IMMO II
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アムンディ・ベンチャーズ ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディCSH IN-PC
(1) ■ E3 CSE AG - 51.7 - 51.7 

アムンディOBLIG MONDEP
(1) ■ - CSE AG 85.2 86.2 85.2 86.2 
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アナテック ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アングル・ヌフ ■ - S FRB 100.0 100.0 95.6 95.6 

アンティネアFCP
(1) ■ E3 CSE AG - 3.7 - 3.7 

アルカパルクSAS × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

ARTEMID
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アトゥー・ユロップC FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 85.0 85.1 85.0 85.1 

アトゥー・フランスC FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 41.1 40.9 41.1 40.9 

アトゥーPREM Sアクシオン3DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アトゥー・ヴェール・オリゾン FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 32.9 33.5 32.9 33.5 

オクシフィップ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

AXA EUR.SM.CAP E 3D
(1) ■ - CSE AG 89.8 95.8 89.8 95.8 

B イモビリエ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

Bforbankエス・エー ▲ - A CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

BFTエクイティ・プロテック44
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

BFT FR EMP ISR PERIC
(1) ■ I1 CSE AG 43.1 - 43.1 - 

BFT FRAN FUT-C SI.3D
(1) ■ - CSE AG 60.3 61.4 60.3 61.4 

BFTインベストメント・マネジャーズ ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

BFTオポチュニテ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

BFT PAR VIA EQ EQ PC
(1) ■ - CSE AG 59.1 65.5 59.1 65.5 

BFT SEL RDT 23 PC
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

B2ホテル・インベスト（SPPICAV）
(1) ■ I1 CSE AG 86.8 - 86.8 - 

BFT VALUE PREM OP CD
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAオート・バンク エス・ピー・エー フランス支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAコンシューマー・ファイナンス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CA EDRAM オポチュニテ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAフィナンスモン・アビタSFH ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAグラン・クリュ ■ - S CC 77.9 77.9 77.9 77.9 

CAインドスエズ ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ・ジェスティオン ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAマスター・パトリモワンヌFCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 99.1 99.8 99.1 99.8 

CAヴィータ・アンフラストラクチュール・チョイス

FIPS c.I.A.
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAヴィータ・プライベート・デット・チョイスFIPS

cl.A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAヴィータ・プライベート・エクイティ・チョイス
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 コンパルティモン 5 A5
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 FCPR B1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 FCPR C1
(1) ■ - CSE AG 94.1 100.0 94.1 100.0 

CAA 2013 FCPR D1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013-2
(1) ■ - CSE AG 100.0 0.0 100.0 0.0 

CAA 2013-3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2014コンパルティモン1パートA1
(1) ■ - CSE AG 90.8 100.0 90.8 100.0 

CAA 2014アンヴェスティモン・パートA3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2015コンパルティモン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2015コンパルティモン2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2016
(1) ■ - CSE AG 91.4 100.0 91.4 100.0 

CAAアクシオン・モンドP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAコメルス2
(1) ■ - CSE AG 73.5 100.0 73.5 100.0 

CAA INFRAS 2022 PT A
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CAA INFRAST 2021 A PREDICA
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA INFRASTRU.2020 A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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CAAアンフラストラクチュール
(1) ■ - CSE AG 95.3 100.0 95.3 100.0 

CAAアンフラストラクチュール2017
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアンフラストラクチュール2018 - コンパルティ

モン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアンフラストラクチュール2019
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PE 20 COMP 1 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PR FI II C1 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PRIV EQY 19 CF A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PRIV.FINANC. COMP.2 A2 FIC
(1) ■ - CSE AG 85.9 100.0 85.9 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017
(1) ■ - CSE AG 96.4 100.0 96.4 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017 BIS
(1) ■ - CSE AG 98.5 100.0 98.5 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017 フランス・アン

ヴェスティスモン
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017 メザニン
(1) ■ - CSE AG 89.1 100.0 89.1 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017 TER
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2018 - コンパルティ

モン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2018 - コンパルティ

モン・フランス・アンヴェスティスモン
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2019コンパルティモ

ン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2019コンパルティモ

ンBIS
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2019コンパルティモ

ンTER
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PV EQ2021 BIS A2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PV EQ2021 TER A3
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CAA PVT EQ 2021 1 A1
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CAAスゴンデールIV
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAスマート・パートCD
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

キャビネ・エスパルジリエール ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

CACEISバンク ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISファンド・アドミニストレーション ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・フラン

ス・エス・エー
■ E4 S LC - 100.0 - 69.5 

CAAプライベート・エクイティ208 - コンパルティ

モンTER
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CACEISインベスター・サービシズ・フランス・エ

ス・エー
■ E4 S LC - 100.0 - 69.5 

CACEISエス・エー ■ - S LC 69.5 69.5 69.5 69.5 

CACIノン・ヴィ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIヴィ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

カデイスダ2DEC
(1) ■ - CSE AG 49.0 48.9 49.0 48.9 

CAIRSアシュランス・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

コルシカ地域銀行 ■ - S CC 99.9 99.9 49.9 49.9 

CALIEユロップ フランス支店 ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

カリフォルニア09
(1) ■ - CSE AG 82.4 82.8 82.4 82.8 

CAREPTA R 2016
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

カリオ・ホールディング ■ - S CC 71.4 71.4 71.4 71.4 

カッシーニSAS × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

セダール ■ - CSE AG 99.9 100.0 67.2 67.5 
CFMインドスエズ・コンセイユ・アン・アンヴェス

ティスモン
■ - S LC 100.0 70.2 67.5 67.5 

CFMインドスエズ・コンセイユ・アン・アンヴェス
ティスモン ヌメア支店

■ - B LC 100.0 70.2 67.5 67.5 

コールリアN2 PART C
(1) ■ - CSE AG 87.3 87.3 87.3 87.3 
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コールリアN4 PART C
(1) ■ - CSE AG 88.2 88.1 88.2 88.1 

コールリアN5 PART C
(1) ■ - CSE AG 76.4 76.6 76.4 76.6 

CAPサンテ 3 PART A
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CAAスマートN 2 C
(1) ■ I2 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

コールリアN6 PART C
(1) ■ - CSE AG 80.2 80.6 80.2 80.6 

コールリアN7 C
(1) ■ - CSE AG 87.0 87.0 87.0 87.0 

コールリアPART C
(1) ■ - CSE AG 84.2 84.2 84.2 84.2 

コリアル・アロケーション ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CLARIANE × - A AG 26.0 24.7 26.0 24.7 

CNP ACP 10 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

コールリアN9 PART C
(1) ■ I1 CSE AG 89.8 - 89.8 - 

コンパニ・フランセーズ・ドゥ・ラジ（CFA） ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
コンパルティモンDS3 - イモビリエ・ヴォジラール
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

コンパルティモンDS3 - ヴォジラール
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

コトワ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

CPR AM ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CPRコンソ・アクシオネールFCP P
(1) ■ E3 CSE AG - 49.0 - 49.0 

CPR CROIS.REA.-P
(1) ■ - CSE AG 28.8 28.5 28.8 28.5 

CPR EUR.HI.DIV.P 3D
(1) ■ - CSE AG 39.6 39.6 39.6 39.6 

CPRユーロランドESG P
(1) ■ E3 CSE AG - 18.3 - 18.3 

CPR FOCUS INF.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 26.4 33.0 26.4 33.0 

CPR GLOシルバー・エイジP
(1) ■ - CSE AG 96.6 96.6 96.6 96.6 

CPR OBLIG 12 M.P 3D
(1) ■ E3 CSE AG - 13.6 - 13.6 

CPR REF.ST.EP.R.0-100 FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 33.2 100.0 33.2 100.0 

CPR REFLEX STRATEDIS 0-100 P 3D
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CPR RENAI.JAP.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 63.6 64.7 63.6 64.7 

CPRシルバー・エイジP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 55.9 55.8 55.9 55.8 

クレディ・アグリコル - グループ・インフラスト

ラクチャー・プラットフォーム
▲ - JV CC 57.7 57.7 53.8 53.7 

クレディ・アグリコル・アグリキュルチュール ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・アシュランス（CAA） ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・アシュランス・ルトレット ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・アシュランス・ソリューシ

オン
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・キャピタル・アンヴェス

ティスモン・エ・フィナンス（CACIF）
■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・CIB・エール・フィナン

ス・エス・エー
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB・ファイナンシャル・

ソリューションズ
■ - CSE LC 100.0 99.9 97.7 97.7 

クレディ・アグリコル・CIB・グローバル・バンキ

ング
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIBエス・エー ■ - S LC 97.8 97.8 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIBトランザクシオン ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・クレディター・インシュラ

ンス（CACI）
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ホーム・ローンSFH ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・イモビリエ ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 
クレディ・アグリコル・イモビリエ・コーポレー

ト・エ・プロモシオン
▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

クレディ・アグリコル・イモビリエ・プロモシオン ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

クレディ・アグリコル・イモビリエ・セルビス ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 
クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファ

クタリング
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・モビリティ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ペイメント・サービシズ ■ - S CC 50.2 51.3 50.1 50.4 
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クレディ・アグリコル・パブリック・セクターSCF ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・レジオン・デヴェロップモ

ン
■ - S CC 75.2 75.2 75.2 75.2 

クレディ・アグリコル・セルビス・イモビリエ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 
クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネ

ルジ
▲ O2 JV CC 50.0 100.0 50.0 100.0 

クレディ・アグリコル・エス・エー ● - Parent CC 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・リヨネ・デヴェロップモン・エコノミッ

ク（CLDE）
■ - S FRB 100.0 100.0 95.6 95.6 

デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン
ト　フランス支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

デグルーフ・ピーターカム・ファイナンス ■ I3 S LC 100.0 - 97.8　 - 
デグルーフ・ピーターカム・ウェルス・マネジメン

ト
■ I3 S LC 100.0 - 97.8　 - 

デルフィナンス ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

DEMETRコンパルティモンJA 202 ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

DEMETRコンパルティモンTS EU ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 
DEMETRエアー・タイム - 2024 ■ I2 CSE LC 100.0 - - - 

DEMETRコンパートメントGL-2023 ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

DEMETRコンパルティモンDEMETR-EL OFF B/S-2024 ■ I2 CSE LC 100.0 - -   

ドゥメー・フィナンスS.A.S. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・フランスSAS ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・フランス・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

DSカンピュス
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

EFFITHERMIE FPCI
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

EIFFEL INFRAS VERT C
(1) ■ I1 CSE AG 44.3 - 44.3 - 

エル・オールドコ・サール × - JV AG 50.0 49.2 50.0 49.2 

EPARINTER EURO BD
(1) ■ E3 CSE AG - 18.9 - 18.9 

エステール・フィナンス・テクノロジーズ ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ユーカリプタスFCT ■ E1 CSE LC - 100.0 - - 

ヨーロピアンCDT SRI PC
(1) ■ - CSE AG 44.0 51.1 44.0 51.1 

ウロワット・エネルジ × - JV AG 75.0 75.0 75.0 75.0 

FCPR CAA 2013
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAA COMP TER パートA3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAA COMPART BIS パートA2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAAコンパルティモン 1 パートA1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAA フランス・クロワサンス2 A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2007 A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2007 C2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2008 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2008 A2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2008 A3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR UI CAP AGRO
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT 2024プラス・コンパルティモンLCL ■ I2 CSE FRB 100.0 - 95.6 - 

FCTブリッジ2016-1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT CAリーシング2023-1 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
FCT CAA - コンパルティモン

2017-1
(1) ■ - CSE AG 100.0 0.0 100.0 0.0 

FCT CAA コンパルティモン・セシオン・デ・クレ

アンスLCL
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2024（コンパル

ティモン・コルス）
■ I2 CSE FRB 100.0 - 100.0 - 

FCT CAREPTA - コンパルティモンRE-2016-1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT CAREPTA-RE 2015-1
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2020コンパル

ティモン・コルス
■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2022コンパル

ティモン・コルス
■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 
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FCT GINKGOオート・ローンズ2022 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
FCT GINKGOデット・コンソ2015-1 ■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 

FCT GINKGOデット・コンソ2024-1 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

FCT GINKGOマスター・レボルビング・ローンズ ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT GINKGOセールス・ファイナンス2022-02 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT GINKGOセールス・ファイナンス2023-01 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT MID CAP 2 05/12/22
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

FCT ODYSSEE ■ I2 CSE LC 100.0 - - - 

FDA 18 -O-3D
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

FDC A1 PART P
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FDC A1 R
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

FDC A3 P
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

FDC T1
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

FDS AV ECH FIA OM C
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

フェデリス・コア EU CR 19 MM
(1) ■ - CSE AG 43.0 43.7 43.0 43.7 

FIMOクールタージュ ■ - S FRB 100.0 100.0 94.6 94.6 

フィナムール ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

フィナンヴェスト ■ - S LC 98.4 98.4 96.2 96.2 

FIRECA ■ - S CC 51.0 51.0 51.0 51.0 

フレティレック ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

フォンカリス ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

フォンシエール・イペルシュド × - JV AG 51.4 51.4 51.4 51.4 

FONDS AV ECHUS FIA A
(1) ■ E3 CSE AG - 100.0 - 100.0 

FONDS AV ECHUS FIA B
(1) ■ - CSE AG - - - - 

FONDS AV ECHUS FIA C
(1) ■ E2 CSE AG - 99.8 - 99.8 

FPCIコジェネラシオン・フランスI
(1) ■ - CSE AG 85.0 100.0 85.0 100.0 

FR0010671958 プレディカンA5
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

フリーカーズ ■ - S SFS 76.4 77.0 76.4 77.0 

FREY × - A AG 19.8 19.7 19.8 19.7 

FREYリテール・ヴィルボン
(1) × - JV AG 47.5 47.5 47.5 47.5 

フュチューア・エネルジ・アンヴェスティスモン・

ホールディング
× - JV AG 35.0 30.0 35.0 30.0 

FPCI CAAスゴンデールV
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

FR0000985046 LCLオブリガシオン・アンフラシオ

ン・ユロップ
(1) ■ I1 CSE AG 41.7 - 41.7 - 

フュチューア・エネルジ・アンヴェスティスモン・

ホールディング2
× - JV AG 48.0 48.0 48.0 48.0 

フュチューア・エネルジ・アンヴェスティスモン・

ホールディング3
× - JV AG 80.0 80.0 80.0 80.0 

グラン・クリュ・アンヴェスティスモン(GCI) ■ - S CC 52.1 52.1 52.1 52.1 

GINKGOセールス・ファイナンス2024-1 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

GRD 44
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD 44 N 6 PART P
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD 44 N2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD 54
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD ACT.ZONE EURO
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD CAR 39 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD FCR 99 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD IFC 97 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD02
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD03
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD05
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD07
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD08
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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GRD09
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD10
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD11
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD12
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD13
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD14
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD17
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD18
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD19
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD20
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD21
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

ハスティングス・パトリムAC
(1) ■ - CSE AG 21.3 0.2 21.3 0.2 

HDPビューロー
(1) ■ - S AG 95.0 95.0 95.0 95.0 

HDPオテル
(1) ■ - S AG 95.0 95.0 95.0 95.0 

HDPラ・オル・ボカ
(1) ■ - S AG 95.0 95.0 95.0 95.0 

へパイストス・マルチデバイシズFCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

ホールディング・ユーロマルセイユ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イムノスP 3D
(1) ■ - CSE AG 96.0 96.7 96.0 96.7 

IAAクロワサンス・

アンテルナショナル
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イカド × - A AG 18.9 19.1 18.9 19.1 

IDIA ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

IDIAデヴェロップモン ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

IDIAパルティシパシオン ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

ホリーズ・インベスト
(1) ■ I1 CSE AG 52.3 - 52.3 - 

イメファ177
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イメファ178
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イメファ179
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イメファ・ソン・キャトル・ヴァン・セット
(1) ■ - S AG 65.2 65.2 65.2 65.2 

イメファ・ソン・ソワソント・トロワ
(1) ■ - S AG 100.0 68.0 100.0 68.0 

インパクト・グリーン・ボンズM
(1) ■ - CSE AG 90.8 93.1 90.8 93.1 

IND.CAP EMERG.-C-3D
(1) ■ E3 CSE AG - 24.6 - 24.6 

IDINVEST SEC FD IV A
(1) ■ I1 CSE AG 70.0 - 70.0 - 

INDO ALLOC MANDAT C
(1) ■ - CSE AG 94.9 93.9 94.9 93.9 

INDOS.EURO.PAT.PD 3D
(1) ■ - CSE AG 36.6 36.6 36.6 36.6 

インドスエズ・アロカシオン
(1) ■ - CSE AG 100.0 93.9 100.0 93.9 

インドスエズCAP EMERG.M
(1) ■ - CSE AG 71.3 100.0 71.3 100.0 

インフラ・フォック・トプコ × - A AG 49.2 35.7 49.2 35.7 

INNERGEXフランス × - A AG 30.0 30.0 30.0 30.0 

アンテルフィモ ■ - S FRB 99.0 99.0 94.6 94.6 

INVEST RESP S3 3D
(1) ■ - CSE AG 55.3 55.2 55.3 55.2 

アイリス・ホールディング・フランス ■ - S AG 80.1 80.1 80.1 80.1 

イシー・ポン
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

L・アンド・Eサービシズ ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ラ・ルート・アヴァンス ■ E1 CSE LC - 100.0 - - 

LCL ■ - S FRB 95.6 95.6 95.6 95.6 

LCL AC.DEV.DU.EURO
(1) ■ - CSE AG 77.6 78.5 77.6 78.5 

LCL AC.エメルジャン3D
(1) ■ - CSE AG 29.3 39.2 29.3 39.2 

LCL AC.MDE HS EU.3D
(1) ■ - CSE AG 50.2 45.2 50.2 45.2 

LCL ACT RESナチュレル
(1) ■ - CSE AG 55.6 53.8 55.6 53.8 

LCL ACT.E-U ISR 3D
(1) ■ - CSE AG 33.2 31.3 33.2 31.3 

LCL ACT.ORモンド
(1) ■ - CSE AG 63.3 59.1 63.3 59.1 
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LCL ACT.USA ISR 3D
(1) ■ - CSE AG 84.2 85.9 84.2 85.9 

LCLアクシオン・ユーロC
(1) ■ E3 CSE AG - 38.2 - 38.2 

LCLアクシオン・ユーロFUT
(1) ■ - CSE AG 43.2 43.5 43.2 43.5 

LCLアクシオン・モンドFCP 3 DEC
(1) ■ - CSE AG 46.5 42.7 46.5 42.7 

LCLアロカシオン・ディナミック3D FCP
(1) ■ - CSE AG 95.8 95.8 95.8 95.8 

LCL BP ECHUS B
(1) ■ - CSE AG - - - - 

LCL BP ECHUS C PREDICA
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

LCL COM CARB STRA P
(1) ■ - CSE AG 95.5 95.3 95.5 95.3 

LCL COMP CB AC MD P
(1) ■ - CSE AG 57.2 82.1 57.2 82.1 

LCL DEVELOPPEM.PME C
(1) ■ - CSE AG 65.6 65.7 65.6 65.7 

LCL ECHUS - GAMMA C
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

LCL ECHUS - OMEGA C
(1) ■ - CSE AG - - - - 

LCL ECHUS - THETA
(1) ■ - CSE AG - - - - 

LCL ECHUS - PHI
(1) ■ I2 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

LCLエミシオン ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

LCLフレックス30
(1) ■ - CSE AG 68.5 61.1 68.5 61.1 

LCL INVEST.EQ C
(1) ■ - CSE AG 95.3 96.7 95.3 96.7 

LCL INVEST.PRUD.3D
(1) ■ - CSE AG 94.1 94.7 94.1 94.7 

LCL MGEST FL.0-100
(1) ■ - CSE AG 89.3 89.5 89.3 89.5 

LCL OBL.クレディ・ユーロ
(1) ■ - CSE AG 88.0 88.7 88.0 88.7 

ギガ・ダイナモ・ホールディングス × O1 JV AG 45.0 45.0 45.0 45.0 

リーシーズ・フランス・エス・エー・エス ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

リーシーズ・エス・エー・エス ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

LF PRE ZCP 12 99 LIB
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

リンクソ ■ - S CC 100.0 66.4 50.4 66.4 

リンクソ・グループ ■ - S CC 100.0 66.4 50.4 66.4 

リックスバイル ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リックスクールタージュ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

LMAエス・エー ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

ロンドル・クロワサンス C16 ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

M.D.F.89 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 99.6 100.0 99.6 

メイユールIMMO FIA A
(1) ■ I1 CSE AG 56.4 - 56.4 - 

メイユール・ト・オリゾン
(1) ■ I1 CSE AG 42.6 - 42.6 - 

ミッド・インフラSLP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ミッドキャップ・アドバイザーズ(旧ソディカ) ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

モリニエ・フィナンス ■ - S LC 100.0 100.0 96.0 96.0 

ネクシティ・プロパティ・マネジメント ▲ I3 JV CC 50.0 - 50.0 - 

ノルマンディー・セーヌ・イモビリエ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

ノヴァクシア・ヴィスタA
(1) ■ I1 CSE AG 48.4 - 48.4 - 

OACET 2DEC
(1) ■ I1 CSE AG 99.6 - 99.6 - 

OAユーロ・アグリゲート・ボンド
(1) ■ I2 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

オブジェクティフ・ディナミズムFCP
(1) ■ - CSE AG 97.2 100.0 97.2 100.0 

オブジェクティフ・ロング・テルムFCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

オブジェクティフ・メディアンFCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

オブジェクティフ・プリュドンスFCP
(1) ■ - CSE AG 90.7 89.1 90.7 89.1 

OBLIG IGヨーロッパ2 FCP.
(1) ■ I2 CSE AG 59.9 - 59.9 - 

オリン・フィナンス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリンIT ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリン・モバイル ■ E4 S SFS - 100.0 - 100.0 

オリン・エス・エー・エス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリン・サービシズ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

OPCI CAAクロスローズ ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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OPCIキャンプ・アンベスト ■ - CSE AG 80.1 80.1 80.1 80.1 

OPCI エコ・キャンパスSPPICAV ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
OPCI GHD SPPICAV

プロフェッショネル
(1) ■ - CSE AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

OPCI Immanens ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

OPCIイモ・エミシオン ■ - CSE AG 100.0 94.3 67.2 63.6 

OPCIアイリス・アンベスト2010 ■ - CSE AG 80.1 80.1 80.1 80.1 

OPCI MASSYビューロー ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

OPCIメシドール ■ - CSE AG 100.0 22.4 100.0 22.4 

オプシモ LCL SPPICAV 5DEC
(1) ■ - CSE AG 99.6 99.0 99.6 99.0 

オプシモ PREM SPPICAV 5DEC
(1) ■ - CSE AG 98.1 97.2 98.1 97.2 

オクスリン ■ - S CC 100.0 66.4 50.4 66.4 

パシフィックEUR FCC ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

パシフィックIT FCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

パシフィックUSD FCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

パシフィカ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

パトリモワンヌ・エ・コメルス × - A AG 20.2 20.2 20.2 20.2 

PEDユロップ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

PORT EX ABS RET P
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

PORT.METAUX PREC.A-C
(1) ■ - CSE AG 93.6 100.0 93.6 100.0 

プレディカ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2005 FCPR A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2006 FCPR A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2006-2007 FCPR
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2010 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2010 A2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2010 A3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ・エネルジ・デュラブル ■ - S AG 60.0 60.0 60.0 60.0 

プレディカOPCIビューロー ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカOPCIコメルス ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカOPCIアビタシオン ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ・スゴンデールⅢ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン A1 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン A2 FCP
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

プレディカン A3 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディパルク ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン・ユーロクロワサンスA2
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

プレディカン・オポチュニテ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン・プレミアム
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディヴァット ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ラムゼー - ジェネラル・ド・サンテ × - A AG 39.8 39.8 39.8 39.8 

ラヴィFCP 5DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

レッド・セダール ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

RETAH PART C
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

RSD 2006 FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ル・ドュ・バック(SCI)
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

S.A.S.エバーグリーン・モンルージュ ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

SA RESICO ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SASコメルス2 ■ - S AG 99.9 99.9 99.9 99.9 

SASクリスタル × - A AG 46.0 46.0 46.0 46.0 

クアドリカ ▲ I1 JV AG 50.0 - 50.0 - 

SASデファンスCB3 × - JV AG 25.0 18.1 25.0 18.1 

PREDURBA SAS ■ I1 S AG 100.0 - 100.0 - 

SASプレディ・ルンギ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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SASスクエア・アビタ・プロヴァンスCO ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

SC CAAユーロ・セレクト
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCI 1 テラス・ベリーニ
(1) × - JV AG 33.3 33.3 33.3 33.3 

SCI 103 グルネル
(1) × - JV AG 49.0 49.0 49.0 49.0 

SCI 11 プラス・ドゥ・ユロップ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIアカデミー・モンルージュ
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCI BMEDICアビタシオン
(1) ■ - S AG 99.0 99.0 99.0 99.0 

SCIカンピュス・メディシス・サン・ドニ
(1) ■ - S AG 70.0 70.0 70.0 70.0 

SCIカンピュス・ランボ・サン・ドニ
(1) ■ - S AG 70.0 70.0 70.0 70.0 

SCIカーペ・ディエム
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SC Y IMMO PART B
(1) ■ I1 CSE AG 68.1 - 68.1 - 

SCI D2 CAM ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIユーロマルセイユ1 × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIユーロマルセイユ2 × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIフェデラル・プレール・ヴィクトワール
(1) ■ - S AG 99.0 99.0 99.0 99.0 

SCIフェデラル・ヴィリエ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフェデリモ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフェデルログ
(1) ■ - S AG 99.9 99.9 99.9 99.9 

SCIフェデルロンドル
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフェデルピエール
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフォンディ
(1) × - A AG 25.0 25.0 25.0 25.0 

SCIダリア
(1) ■ I1 S AG 80.0 - 80.0 - 

SCIグルニエ・ヴェレフ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIハート・オブ・ラ・デファンス
(1) × - A AG 36.6 33.3 36.6 33.3 

SCIホールディング・ダリア
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイロット13
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIイメファ001
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ002
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ003
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ005
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ006
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ008
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ009
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ010
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ012
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ016
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ017
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ018
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ020
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ022
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ025
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ032
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ033
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ035
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ036
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ037
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ038
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ039
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ042
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ043
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ044
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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SCIイメファ047
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ048
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ051
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ052
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ054
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ057
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ058
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ060
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ061
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ062
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ063
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ064
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ068
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ069
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ072
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ073
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ074
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ076
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ077
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ078
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ079
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ080
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ081
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ082
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ083
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ084
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ085
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ089
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ091
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ092
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ096
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ100
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ101
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ102
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ103
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ104
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ105
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ108
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ109
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ113
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ115
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ116
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ117
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ118
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ120
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ121
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ122
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ123
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ126
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ128
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ129
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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SCIイメファ131
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ140
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ148
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ149
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ150
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ155
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ158
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ159
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ164
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ169
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ170
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ171
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ172
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ173
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ174
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ175
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ176
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIル・ヴィラージュ・ヴィクトル・ユーゴー
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCI LINASENS
(1) ■ - CSE AG 60.3 57.9 60.3 57.9 

SCIリヨン・トニー・ガルニエ
(1) ■ - S AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

SCI MEDIビューロー
(1) ■ - S AG 99.8 99.8 99.8 99.8 

SCIパシフィカ・ユーゴー
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIポール・セザンヌ
(1) × - JV AG 49.0 49.0 49.0 49.0 

SCI PM IMMOトレンド
(1) ■ I1 CSE AG 66.2 - 66.2 - 

SCIポルト・デ・リラ - フレール・フラヴィアン
(1)

■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIコンティヴェル ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIタングラム
(1) ■ - CSE AG 94.0 95.0 94.0 95.0 

SCIヴァリュベール
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIヴォジラール36-44
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCI PRIM IM TR B
(1) ■ I1 CSE AG 53.4 - 53.4 - 

SCI VICQ ダズィール・ヴェルフォ
(1) ■ - CSE AG 78.9 100.0 78.9 100.0 

SCIヴィユールバンヌ・ラ・ソワ・イロH
(1) ■ - S AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

SCIワグラム22/30
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCPI LFPミュルティモ
(1) ■ - CSE AG 29.2 38.4 29.2 38.4 

SEL EUR CLI SEP 22 C
(1) ■ - CSE AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

SEL EUR ENV MAI 22 C
(1) ■ E2 CSE AG - 88.4 - 88.4 

SEL FR ENV MAI 2022
(1) ■ - CSE AG 80.3 80.4 80.3 80.4 

SEL EUR CLIM 01 23C
(1) ■ I1 CSE AG 78.3 - 78.3 - 

SELEC EUR ENV JAN 22
(1) ■ E2 CSE AG - 91.7 - 91.7 

SELECT FRA ENV
(1) ■ I1 CSE AG 83.8 - 83.8 - 

SECT EU CLIM 0124 C
(1) ■ I1 CSE AG 85.6 - 85.6 - 

SELE FR ENV JAN 23 C
(1) ■ I1 CSE AG 76.2 - 76.2 - 

SEL FR ENV MAI 2023
(1) ■ I1 CSE AG 84.0 - 84.0 - 

SELEC FR ENV 0922 C
(1) ■ I1 CSE AG 81.7 - 81.7 - 

SELEC FRA ENV S 23 C
(1) ■ I1 CSE AG 77.8 - 77.8 - 

セレクシオン・フランス・エンヴィロヌモン

（JANVIER 2022）
(1) ■ I1 CSE AG 88.6 - 88.6 - 

セマリ × - A AG 37.9 38.0 37.9 38.0 

SHプレディカ・エネルジ・デュラブルSAS ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SNGI ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
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ソシエテ・デパルニュ・フォンシエール・アグリコ

ル(SEFA)
■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソシエテ・ジェネラル・ジェスティオン（S2G） ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

ソフィンコ・パーティシパシオン ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソリダリテ・アムンディP
(1) ■ - CSE AG 80.4 78.7 80.4 78.7 

ソリダリテ・イニシアティ・サンテ
(1) ■ - CSE AG 77.7 77.1 77.7 77.1 

スピリカ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

スクエア・アビタ・アルプ・プロヴァンス ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・アルザス・ヴォージュ ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・キャビネ・リュート ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 
スクエア・アビタ・キャビネ・リュート・ジェス

ティオン
▲ E4 JV CC - 50.0 - 35.6 

スクエア・アビタ・ソントル・フランス ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・ソントル・ウエスト ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・フランシュ－コンテ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・オート・アルプ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・ラングドック ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・トゥールーズ31 ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 

スクエア・アビタ・ヴォクリューズ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.2 35.6 
ソシエテ・ユーロペアンヌ・ドゥ・デヴェロップモ

ン・ダシュランス
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソシエテ・ユーロペアンヌ・ドゥ・デヴェロップモ

ン・デュ・フィナンスモン
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

スデコ ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

TCB ■ - S LC 99.1 99.1 96.1 96.1 

トゥール・メルル(SCI)
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

TRIA 6 ANS N 16 PT C
(1) ■ E2 CSE AG - 82.1 - 82.1 

トリアナンス6 ANS N 15
(1) ■ E2 CSE AG - 0.5 - 0.5 

トリプルP FCC ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

UBAF ▲ - JV LC 47.0 47.0 46.0 46.0 

ユカフリート ▲ - A SFS 35.0 35.0 35.0 35.0 

UI CAPサンテ2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユニフェルジ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユニ-メディア ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユニピエール・アシュランス(SCPI)
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

UPTEVIA ▲ - JV LC 50.0 50.0 34.8 34.8 

ヴォジラール・ファクトリー ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・グリムズビ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・ロングイユ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴァンドームINV.FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 88.9 90.7 88.9 90.7 

ヴァンドームSELユーロPC
(1) ■ E3 CSE AG - 14.0 - 14.0 

ワテア ▲ - JV SFS 30.0 30.0 30.0 30.0 

ドイツ          

A-BESTナインティーン ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

A-BESTシックスティーン ■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 

AIXIGO AG ■ I3 S AG 100.0 - 67.2 - 

アムンディ・ドイツランドGmbH ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAオート・バンク・エス・ピー・エー ドイツ支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAフェアズィッヒェルングーサービスGMBH ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACEISバンク・エス・エー ドイツ支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEIS FONDSサービスGMBH ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CALEFエス・エー ドイツ支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・CIB（ドイツ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディトプラス・バンクAG ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン
トドイツ支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

ユーロファクターGmbH ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

フェラーリ・ファイナンシャル・サービシズGMBH ■ - S SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 
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リーシーズ・エス・ピー・エー ドイツ支店 ▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

オリン・ドイツランド ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
リテール・オートモーティブCPジャーマニー2021

UG
■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ギリシャ  

CAオート・バンクGMBHヘレニック支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAオート・インシュアランス・ヘラス・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ライフ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・ヘラスSMエス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ガーンジー  
クレディ・アグリコル・CIB・ファイナンス（ガー

ンジー）Ltd
■ - CSE LC 99.9 99.9 97.7 97.7 

香港  

アムンディ・ホンコンLtd ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAインドスエズ（スイス）エス・エー 香港支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・アジア・シップファイナン

スLtd
■ E3 S LC - 100.0 - 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（香港） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セキュリティーズ（アジ

ア）リミテッド・ホンコン
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ハンガリー  
アムンディ・インベストメント・ファンド・マネジ

メント・プライベート・リミテッド・カンパニー
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

インド  

クレディ・アグリコル・CIB（インド） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・CIB・サービシズ・プライ

ベートLtd
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

SBIファンズ・マネジメントLTD ▲ - A AG 36.4 36.6 24.5 24.7 

アイルランド  
アムンディ・アンテルメディアシオン ダブリン支

店
■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・アイルランドLtd ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー アイルラン

ド支店
■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CA・オート・リインシュアランスDAC ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACEISバンク アイルランド支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISアイルランド・リミテッド ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・アイルランド・

リミテッド
■ E4 S LC - 100.0 - 69.5 

CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー ダブリン支店

■ E5 B LC - 100.0 - 69.5 

CACIライフ・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIノン・ライフ・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIリインシュランスLtd ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIR 1.52％ 25/10/38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIR 1.5255％ 25/04/35
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIREファイナンス・アイルランド 0.83％ 25-

10-38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIREファイナンス・アイルランド 1.24％ 25-

10-38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIREファイナンス・アイルランド 0.7％ 25-

10-38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・アイルランドLIMITED ■ O1 S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
EFLリースABS 2017-1デジグネイテッド・アクティ

ビティ・カンパニー
■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 

EFLリースABS 2021-1デジグネイテッド・アクティ

ビティ・カンパニー
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

EFLリースABS 2024-1デジグネイテッド・アクティ

ビティ・カンパニー
■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

エラスムス・ファイナンス ■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 
フィックスト・インカム・デリバティブズ - スト

ラクチャード・ファンドPLC
■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
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KBIグローバル・インベスターズ（ノース・アメリ

カ）リミテッド
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

KBIグローバル・インベスターズ・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

KBIグローバルSUSTN INFR-DEUR
(1) ■ - CSE AG 28.7 43.1 28.7 43.1 

LM-CBバリューFD-PA EUR
(1) ■ E3 CSE AG - 29.6 - 29.6 

ピムコ・グローバルBND FD-CURNC EX
(1) ■ E3 CSE AG - 24.9 - 24.9 

プレミアムGR 0％ 28 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン0.508％ 25-10-38 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン0.63％ 25-10-38 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン1.24％ 25/04/35 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン1.531％ 25-04-35 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン1.55％ 25-07-40 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン4.72％ 12-250927 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーンPLC 1.095％ 25-10-38 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーンTV2027 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
スペース・ホールディング（アイルランド）リミ

テッド
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イタリア  

A-BEST 22 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

A-BEST 25 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

A-BEST 24 ■ I2 S SFS 100.0 - 100.0 - 

A-BESTフォーティーン ■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 

A-BESTセブンティーン ■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 

アゴス ■ - S SFS 61.0 61.0 61.0 61.0 
アムンディ・リアル・エステート・イタリアSGRエ

ス・ピー・エー
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディSGRエス・ピー・エー ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAアシキュラツィオーニ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アニマ - アメリカF
(1) ■ I1 CSE AG 41.5 - 41.5 - 

ANI NET Z AZI I
(1) ■ I1 CSE AG 67.6 - 67.6 - 

CAオート・バンク ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）

イタリア支店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク イタリア支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー ミラノ支店

■ E5 B LC - 100.0 - 69.5 

CACIダンニ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIヴィ－タ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソントラル・シカフ × - A AG 24.5 24.5 24.5 24.5 

CLICKAR SRL ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

クレディ・アグリコル・CIB（イタリア） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・グループ・ソリューション

ズ
■ - CSE IRB 100.0 100.0 78.0 78.0 

クレディ・アグリコル・イタリア ■ - S IRB 78.1 78.1 78.1 78.1 

クレディ・アグリコル・リーシング・イタリア ■ - S IRB 100.0 100.0 81.4 81.4 
クレディ・アグリコル・ヴィータ・エス・ピー・

エー
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・エス・ピー・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン
トイタリア支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファ
クタリング イタリア支店

■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

エディソン・ルヌワーブル × - A AG 49.0 49.0 49.0 49.0 

EFソラール・イタリア × - A AG 30.0 30.0 30.0 30.0 

FRA K2 AT RI PR UCEBAEURH1
(1) ■ I1 CSE AG 68.4 - 68.4 - 

イタルアセット・ファイナンスSRL ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ラビル・ワン・エス・アール・エル ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 
イタリアン・エナジーズ・インベストメンツ・ホー

ルディングス
× O1 JV AG 80.0 80.0 80.0 80.0 

リーシーズ・イタリア・エス・ピー・エー ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 
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ネクサス1 ■ - CSE AG 96.9 96.9 96.9 96.9 

オリン・イタリア ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

RAST ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

サンライズSPV 20 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 30 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 40 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 50 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z60 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z70 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z80 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z90 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 92 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 93 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 94 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z95 SRL ■ I2 CSE SFS 100.0 - 61.0 - 

ヴォジラール・イタリア ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・ソラール ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

日本  

アムンディ・ジャパン ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

クレディ・アグリコル・CIB（日本） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・ライフ・インシュランス・

カンパニー・ジャパンLtd
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア
BV（東京）

■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

UBAF（日本） ▲ - B LC 47.0 47.0 46.0 46.0 

ジャージー          
CACEISファンド・アドミニストレーション・ジャー

ジー (CI) リミテッド
■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

ルクセンブルク          

1827 A2EURC
(1) ■ E3 CSE AG - 36.1 - 36.1 

56055 A5 EUR
(1) ■ E3 CSE AG - 96.3 - 96.3 

56055 AEURHC
(1) ■ E3 CSE AG - 1.2 - 1.2 

5880 AEURC
(1) ■ E3 CSE AG - 92.3 - 92.3 

5884 AEURC
(1) ■ E3 CSE AG - 9.8 - 9.8 

5904 A2EURC
(1) ■ I1 CSE AG 42.6 - 42.6 - 

5909 A2EURC
(1) ■ - CSE AG 55.8 63.5 55.8 63.5 

5922 AEURHC
(1) ■ E3 CSE AG - 56.6 - 56.6 

5932 AEURC
(1) ■ E3 CSE AG - 9.9 - 9.9 

5940 AEURC
(1) ■ E3 CSE AG - 0.8 - 0.8 

7653 AEURC
(1) ■ - CSE AG 52.9 46.5 52.9 46.5 

78752 AEURHC
(1) ■ E3 CSE AG - 40.2 - 40.2 

9522 A2EURC
(1) ■ - CSE AG 71.8 33.9 71.8 33.9 

95368A3
(1) ■ I1 CSE AG 98.9 - 98.9 - 

9522A6EURC
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

A FD EQ E CON AE(C)
(1) ■ - CSE AG 52.5 58.7 52.5 58.7 

A FD EQ E FOC AE(C)
(1) ■ E3 CSE AG - 0.4 - 0.4 

AFインデックスEQジャパンAE CAP
(1) ■ E3 CSE AG - 18.3 - 18.3 

AFインデックスEQ USA A4E
(1) ■ - CSE AG 75.4 61.9 75.4 61.9 

AIJPMGBIGOAHE
(1) ■ - CSE AG 75.5 74.6 75.5 74.6 

AIMSCIWOAE
(1) ■ E3 CSE AG - 5.4 - 5.4 

アルタリュクスコ × I1 JV AG 50.0 - 50.0 - 

アムン・ニューSIL RO AEC
(1) ■ - CSE AG 71.5 92.1 71.5 92.1 

アムンディB GL AGG AEC
(1) ■ E3 CSE AG - 8.1 - 8.1 

アムンディBGEB AEC
(1) ■ E3 CSE AG - 43.4 - 43.4 
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アムンディDS IV VAUGIRA
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アムンディEMERG MKT BD-M2EURHC
(1) ■ E3 CSE AG - 85.6 - 85.6 

アムンディEQ E IN AHEC
(1) ■ E3 CSE AG - 27.9 - 27.9 

アムンディ・ファンズ・アブソリュート・リター

ン・マルチストラ
(1) ■ - CSE AG 100.0 95.7 100.0 95.7 

アムンディ・ファンズ・パイオニア・ストラテジッ

ク・インカム
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

アムンディ・ファンズ・パイオニアUSエクイティ・

リサーチ・バリューHGD
(1) ■ E3 CSE AG - 81.7 - 81.7 

アムンディGLB MUL-ASSET-M2EURC
(1) ■ E3 CSE AG - 84.9 - 84.9 

アムンディGLO M/A CONS-M2 EUR C
(1) ■ E3 CSE AG - 69.0 - 69.0 

アムンディ・グローバル・サービシング ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・ルクセンブルク・エス・エー ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディPIO INC OPPS-M2 EUR C
(1) ■ I1 CSE AG 72.3 - 72.3 - 

アムンディSF - DVRS S/T BD-HEUR
(1) ■ E3 CSE AG - 24.2 - 24.2 

アムンディEUR EQグリーン

IM-IEURC
(1) ■ E3 CSE AG - 48.6 - 48.6 

アムンディGL INFLAT BD-MEURC
(1) ■ E3 CSE AG - 81.2 - 81.2 

APLEGROSENIEUHD
(1) ■ E3 CSE AG - 15.7 - 15.7 

ARCHM.-IN.DE.PL.III
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

BA-FII EUR EQ O-GEUR
(1) ■ - CSE AG 47.1 49.2 47.1 49.2 

バンク・デグルーフ・ピーターカム・ルクセンブル

ク・エス・エー
■ I3 S LC 100.0 - 77.5 - 

ブリッジEU 20 SR LIB
(1) ■ - CSE AG 100.0 68.7 100.0 68.7 

CAインドスエズ・ウェルス（アセット・マネジメン

ト）
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ） ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク ルクセンブルク支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・

エー
■ E5 S LC - 100.0 - 69.5 

カブール・エアロ・エス・エー × - A AG 40.0 37.1 40.0 37.1 

コールリアN3 PART C
(1) ■ - CSE AG 85.7 85.6 85.7 85.6 

CPR INVメガトレンズR EUR-ACC
(1) ■ - CSE AG 28.7 28.9 28.7 28.9 

CPR I-SM B C-AEURA
(1) ■ E3 CSE AG - 93.1 - 93.1 

CPR-CLIM ACT-AEURA
(1) ■ E3 CSE AG - 24.6 - 24.6 

CPRGLODISOPARAC
(1) ■ E3 CSE AG - 74.1 - 74.1 

クレディ・アグリコル・CIB・ファイナンス・ルク

センブルクS.A.
■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・ライフ・インシュランス・

ユロップ
■ - S AG 100.0 100.0 99.9 99.9 

デグルーフ・ピーターカム・アセット・サービシ

ズ・エス・エー
■ I3 S LC 100.0 - 77.5　 - 

ヨーロピアン・マーケティング・グループ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン
ト ルクセンブルク支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

ヨーロピアン・モーターウェイ・インベストメンツ × - JV AG 60.0 60.0 60.0 60.0 

EXANE FUNDS 1 EXANE
(1) ■ - CSE AG - 66.9 - 66.9 

FCH BLBY INVST GD EU AZCEUR
(1) ■ I1 CSE AG 42.0 - 42.0 - 

FE アムンディINC BLDR-IHE C
(1) ■ E3 CSE AG - 89.8 - 89.8 

FCH JPM EMER MK
(1) ■ I1 CSE AG 62.4 - 62.4 - 

FCH JNS HEN HON ERO CT-ZCEUR
(1) ■ - CSE AG 44.5 63.1 44.5 63.1 

FEAMUNDISVFAEC
(1) ■ - CSE AG 77.6 85.5 77.6 85.5 

フランクリン・ディヴェール-DYN-I ACC EU
(1) ■ E3 CSE AG - 60.6 - 60.6 

フランクリンGLB MLT-AS IN-IAEUR
(1) ■ E3 CSE AG - 90.1 - 90.1 

ファンド・チャネル ■ - S AG 100.0 100.0 68.0 68.1 
イモビリエール・クリスタル・ルクセンブルク・エ

ス・エー
■ I3 S LC 100.0 - 77.5 - 
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INDFGBEUR2026P
(1) ■ - CSE AG 31.0 49.2 31.0 49.2 

INDFNAOSA
(1) ■ - CSE AG 87.6 98.8 87.6 98.8 

INDOFIIFLEXEG
(1) ■ - CSE AG 45.7 47.1 45.7 47.1 

INDO-GBL TR-PE
(1) ■ - CSE AG 37.9 76.0 37.9 76.0 

インドスエズ・ファンズ・インパクト
(1) ■ I1 CSE AG 84.3 - 84.3 - 

インドスエズ・ナヴィゲーターG
(1) ■ E3 CSE AG - 48.7 - 48.7 

インベスター・サービス・ハウス・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

JPM US EQY ALL CAP-C HDG
(1) ■ E3 CSE AG - 92.1 - 92.1 

JPM US SEL EQ PLS-CA EUR HD
(1) ■ E3 CSE AG - 100.0 - 100.0 

JPMORGAN F-JPM US VALUE-CEHA
(1) ■ E3 CSE AG - 28.7 - 28.7 

JPMORGAN F-US GROWTH-C AHD
(1) ■ E3 CSE AG - 6.6 - 6.6 

リーシーズ・ルクセンブルク・エス・エー ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

オリン・ルクセンブルク ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

パルタンベスト・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

PIO-DIV S/T-AEURND
(1) ■ - CSE AG 69.0 36.5 69.0 36.5 

ピスト・グループ・ホールディング・サール × O1 A AG 40.2 40.1 40.2 40.1 

ポーラー・キャピタル・ノース
(1) ■ I1 CSE AG 57.3 - 57.3 - 

プレディカ・アンフラストラクチュールSA ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
パープル・プロット・アセット1.36％ 25/10/2038
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

パープル・プロット・アセット1.093％ 20/10/2038
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

サール・アンピュルス × - JV AG 36.0 38.5 36.0 38.5 

スペース・リュクス ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・フィブラ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

マレーシア  

アムンディ・マレーシアSdn Bhd ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CACEISマレーシアSDN.BHD ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

モーリシャス  

GSA Ltd ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

メキシコ          
アムンディ・アセット・マネジメント メキシコ支

店
■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

バンコ・サンタンデールCACEISメキシコ・エス・

エー　マルチバンキング機関
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

パイオニア・グローバル・インベストメンツLTDメ
キシコ・シティ支店

■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

モナコ  

CFMインドスエズ・ジェスティオン ■ - S LC 100.0 70.2 67.5 67.5 

CFMインドスエズ・ウェルス ■ - S LC 70.2 70.2 67.5 67.5 

LCLモナコ支店 ■ - B FRB 95.6 95.6 95.6 95.6 

モロッコ          
ドリヴァリア・リース・エスパーニャSAU モロッコ

支店
■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

テミ・クールタージュ ▲ - JV SFS 49.0 49.0 49.0 49.0 

ワファ・ジェスティオン ▲ - A AG 34.0 34.0 22.9 22.9 

ワファサラフ ▲ - A SFS 49.0 49.0 49.0 49.0 

オランダ  

A-BEST 21 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

A-BEST 23 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 
アムンディ・アセット・マネジメント・ネーデルラ
ンド

■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAオート・ファイナンス・ネーデルランドBV ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

バンク・デグルーフ・ピーターカム オランダ支店 ■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

CACEISバンク オランダ支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CALEFエス・エー - オランダ支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナ

ンス・ネーデルランド
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
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クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア

BV
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン
トオランダ支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

ドリヴァリア・リース・ネーデルランドB.V. ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

IDMリース・マートシャッピB.V. ■ E1 S SFS - 100.0 - 100.0 

イーベ・リースB.V. ■ E1 S SFS - 100.0 - 100.0 

IBクレディトN.V. ■ O1 S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディト '78 B.V. ■ E1 S SFS - 100.0 - 100.0 

リーシーズ・ネーデルランド ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

マゴイBV ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リカール・ディレクトBV ■ E1 S SFS - 100.0 - 100.0 

シンフィネール B.V. ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

スフィネール B.V. ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ノルウェー  

CAオート・ファイナンス・ノルガA/S ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・ノルガAS ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ポーランド  

ブルーヴィア × O1 A AG 22.5 22.5 22.5 22.5 

アムンディ・ポルスカ ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アルク・ブローカー ■ - S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー ポーランド

支店
■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

カレフリート・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CDTアグリ・ジェチェTU ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・バンク・ポルスカ・エス・

エー
■ - S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ポルスカ・エス・エー ■ - S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・サービスsp z o.o. ■ - S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコルTOWARZYSTWO UBEZPIECZEN

SPOLKA AKCYJNA
■ I1 S AG 100.0 - 100.0 - 

ドリヴァリア・リース・ポルスカ SP Z O O ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

EFLファイナンス・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユーロファクター・ポルスカ・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
ユーロペスキ・ファンデュス・リーシンギー

（E.F.L.）
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・ポルスカ ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

トラック・ケアSp ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ポルトガル  

アグアス・プロファンダス・エス・エー × E4 A AG - 35.0 - 35.0 

アレス・ルシタニSTC, S.A ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー ポルトガル

支店
■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）

ポルトガル支店
■ I2 B LC 100.0 - 97.8 - 

クレディボム ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・ポルトガル・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユーロファクター・エス・エー（ポルトガル） ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・モビリティ・ポルトガル・エス・エー ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

ムドゥム・セグロス ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

MOVHERA ▲ I2 A AG 35.0 - 35.0 - 

リーシーズ・ポルトガル・エス・エー ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

カタール  

CACIBカタール　フィナンシャル・センター支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ルーマニア  
アムンディ・アセット・マネジメントS.A.Iエス・

エー
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

ロシア  

クレディ・アグリコル・CIB AO ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

サウジアラビア  
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クレディ・アグリコル・CIB・アラビア・ファイナ

ンシャル・カンパニー
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

シンガポール  
アムンディ・アンテルメディアシオン・アジアPTE

Ltd
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・シンガポールLtd ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アズコールSA シンガポール支店 ■ - B LC 82.9 82.9 81.0 81.0 
CAインドスエズ（スイス）エス・エー シンガポー

ル支店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（シンガポール） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ファンド・チャネル シンガポール支店 ■ - B AG 100.0 100.0 68.0 68.1 

UBAF（シンガポール） ▲ - B LC 47.0 47.0 46.0 46.0 

スロバキア  
アムンディ チェコ共和国アセット・マネジメント

ブラチスラヴァ支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

韓国  

クレディ・アグリコル・CIB（韓国） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セキュリティーズ（アジ
ア）リミテッド ソウル支店

■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

NH-アムンディ・アセット・マネジメント ▲ - A AG 30.0 30.0 20.2 20.2 

UBAF（韓国） ▲ - B LC 47.0 47.0 46.0 46.0 
ウリ・カード2022 1アセット・セキュリティゼー

ション・スペシャルティーCO LTD
■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

スペイン          

A-BEST 20 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

アムンディ・イベリアS.G.I.I.Cエス・エー ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー スペイン支

店
■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）スペイン
支店

■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク・スペインS.A.U. ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISファンド・アドミニストレーション スペイ

ン支店
■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISファンド・サービシズ・スペインS.A.U. ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

クレディ・アグリコル・CIB（スペイン） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナ

ンス・スペインEFC
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファ
クタリング スペイン支店

■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

デグルーフ・ピーターカム・アセット・マネジメン
トスペイン支店

■ I3 B LC 100.0 - 77.5　 - 

ドリヴァリア・エスパーニャS.L.U. ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・エスパーニャS.A.U. ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ファクトゥム・イベリカ ■ E1 S SFS - 100.0 - 100.0 
フリーカーズ・スペイン・ロジスティック・ソシエ

ダ・リミターダ
■ E3 S SFS - 100.0 - 77.0 

リーシーズ・エス・ピー・エー スペイン支店 ▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

ジャナス・ルヌワーブル × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 
プレディカ - プレヴォワイアンス・ディアロー

グ・デュ・クレディ・アグリコル
■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

サバデル・アセット・マネジメント・エス・エー

S.G.I.I.C.
■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

オルデサ・セルビシオ・エンプレサリアレス × - JV AG 60.0 60.0 60.0 60.0 
サンタンデールCACEISラタム・ホールディング

1,S.L.
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

サンタンデールCACEISラタム・ホールディング

2,S.L.
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

ヴォジラール・オートヴィアS.L.U. ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

チュネル・ド・バルセロナ × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

ヴォジラール・インフラS.L. ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・レノヴァブレス ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

スウェーデン  
アムンディ・アセット・マネージメント スウェー

デン支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 822/1736



CAオート・ファイナンス・スヴェリジェAB ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・CIB（スウェーデン） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・リース・スヴェリジェAB ■ I3 S SFS 100.0 - 100.0 - 

スイス  

アムンディ・アルファAS AG ■ I2 S AG 100.0 - 67.2 - 

アムンディ・スイス ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アズコール ■ - S LC 82.9 82.9 81.0 81.0 

CAオート・ファイナンス・スイス・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAインドスエズ（スイス）エス・エー スイス支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ（スイス）エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ・フィナンツィアリア・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク チューリッヒ支店 ■ I2 B LC 100.0 - 69.5 - 

CACEISバンク スイス支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー チューリッヒ支店

■ E5 B LC - 100.0 - 69.5 

CACEISスイス・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

オリン・スイス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

台湾  

アムンディ・台湾・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

クレディ・アグリコル・CIB（台北） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ウクライナ  

クレディ・アグリコル・ウクライナ ■ - S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

アラブ首長国連邦          
アムンディ・アセット・マネジメントドバイ（オフ
ショア）支店

■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

クレディ・アグリコル・CIB（アブダビ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（ドバイDIFC） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（ドバイ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

インドスエズ・スイスDIFC支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

英国  

アムンディ（UK）Ltd ■ - S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
アムンディ・アンテルメディアシオン ロンドン支

店
■ E1 B AG - 100.0 - 67.5 

アムンディITセルヴィス ロンドン支店 ■ - B AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

CAオート・ファイナンスUK LTD ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACEISバンク 英国支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEIS UKトラスティー・アンド・デポジタリー・

サービシズLTD
■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー ロンドン支店

■ E1 B LC - 100.0 - 69.5 

クレディ・アグリコル・CIB（英国） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB・ホールディングスLtd ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・リースUK LTD ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリアUK LTD ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
フェラーリ・ファイナンシャル・サービシズGMBH英
国支店

■ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

ホーンジー2 × - A AG 25.0 25.0 25.0 25.0 

リーシーズUK Ltd ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

リクソー・アセット・マネジメントUK LLP ■ E1 S AG - 100.0 - 67.5 

NIXESシックス (LTD) ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・エス・エー支店 ■ - B CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

米国  

アムンディ・アセット・マネージメント US Inc. ■ O4 S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・ディストリビューター US Inc. ■ O4 S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ・ホールディングス US Inc. ■ O4 S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 

アムンディ米国 ■ O4 S AG 100.0 100.0 67.2 67.5 
アトランティック・アセット・セキュリタイゼー

ションLLC
■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

クレディ・アグリコル・アメリカ・サービシズInc. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（ニューヨーク） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
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クレディ・アグリコル・グローバル・パートナーズ

Inc.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・リーシング(USA）Corp. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セキュリティーズ（USA)

Inc.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ラ・ファイヤット・アセット・セキュリタイゼー

ションLLC
■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

(注1) 保険会社が保有する投資信託、ユニットファンドおよびSCI。

 

(1) 連結方法：■全部連結　▲持分法適用　●親会社　×公正価値

(a) 連結範囲の変更　(b) 事業体の種類および支配関係　(c) 事業（詳細は下記参照。）

 

支店はイタリックで記載。

 

(a) 連結範囲の変更

連結範囲への組入れ（I）

I1：基準超え

I2：設立

I3：買収（支配持分を含む。）

連結範囲からの除外（E）

E1：事業の中止（解散および清算を含む。）

E2：当行グループ外の会社への売却または支配の喪失による連結除外

E3：重要性が乏しいことを理由とした連結除外

E4：合併または経営権の譲渡

E5：資産および負債の全部譲渡

その他（O）

O1：会社名の変更

O2：連結方法の変更

O3：連結範囲に関する注記に初めて記載

O4：売却目的保有非流動資産および非継続事業に分類される事業体

 

(b) 事業体の種類および支配関係

子会社

支店

CSE

共同支配企業

ストラクチャード・ジョイント・ベンチャー

共同支配事業

関係会社

ストラクチャード・アソシエイト

 

(c) 事業の種類

FRB:フランス国内リテール・バンキング

IRB:国際リテール・バンキング

AG:資産収集

LC:大口顧客

SFS:専門金融サービス

CC:コーポレート・センター
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注記13　非連結持分投資およびストラクチャード・エンティティ

 

13.1　非連結持分投資

 

これらの有価証券は、純損益を通じて公正価値で計上されるか、または純損益に組替えられることのない

株主持分を通じて公正価値で計上され、当該有価証券を発行した企業の資本の大部分に相当する持分証券で

あり、長期的に保有することが意図されている。

この項目は、2023年12月31日現在の24,988百万ユーロに対して、2024年12月31日現在、25,101百万ユーロ

となった。2024年12月31日現在、保有割合が20％超で、帳簿価額が重要な非連結会社への主な投資は、クレ

ディ・ロジュモン（A株およびB株）であった。当行グループの投資は、クレディ・ロジュモンの資本の

32.50％に当たり、481百万ユーロに達するが、様々なフランスの銀行および企業によって共同保有されてい

るこの事業体に対して重大な影響力をもたらしていない。

 

13.1.1　非連結事業体

 

独占的支配、共同支配および重大な影響下にある従来型の事業体ならびに被支配ストラクチャード・エン

ティティのうち、連結範囲に含まれていない事業体に関する情報は、一括登録書類の公表時のクレディ・ア

グリコル・エス・エーのウェブサイトに掲載されている。

 

13.1.2　重要な非連結持分投資

 

資本の10％以上を占める重要な持分投資の会計処理のうち、連結範囲に含まれていない持分投資は、一括

登録書類の公表時のクレディ・アグリコルのウェブサイトの表に掲載されている。

 

13.2　非連結ストラクチャード・エンティティに関する情報

 

IFRS第12号において、ストラクチャード・エンティティは、当該事業体を支配する者を決定する際に議決

権または類似の権利が主要な要因にならないように企図された事業体と定義されている。たとえば、議決権

は管理的な任務にのみ関係し、関連する活動は契約上の取決めによって方向付けられる場合などである。

 

保有する持分の性質および範囲に関する情報

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業体は、特定の非連結ストラクチャード・

エンティティにおける持分を保有しており、それらの主な特徴は事業の種類別に以下のとおり示される。

 

　証券化ビークル

クレディ・アグリコル・エス・エーは、主に大口顧客部門の子会社を通じて、売掛債権または金融債権の

購入による証券化ビークルの組成に取り組んでいる。かかるビークルは、負債性商品および資本性商品への

投資に係る多様なトランシェを発行してかかる購入のための資金を調達し、その返済はかかるビークルの資

産のパフォーマンスに連動する。クレディ・アグリコル・エス・エーは、顧客のためにスポンサーを務める

証券化ビークルへの投資および流動性ファシリティの提供を行っている。

 

　資産運用

クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産収集部門の子会社を通じて、選択したリスク水準に関して実

現し得る最高の収益を獲得するための特定の資産への投資を望む顧客のために、事業体の組成および管理を
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行っている。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業体は、かかる組成を確実に成功させる

ために当該事業体の持分の保有を求められるか、またはかかる組成におけるパフォーマンスの保証を求めら

れる可能性がある。

 

　投資ファンド

クレディ・アグリコル・エス・エーの資産収集事業部門の事業体は、キャッシュ・マネジメントおよびフ

ランス保険法典の規制条項に従い、保険会社の顧客から受領した保険料に対する投資に関連して、投資家か

らの要求に応じるために設立された会社に対して投資する。保険会社への投資は、保険契約の期間にわたる

保険契約者へのコミットメントを保証するためのものである。かかる投資の価値および収益は、かかるコ

ミットメントと関連付けられている。

 

　ストラクチャード・ファイナンス

最後に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、大口顧客部門の子会社を通じて、特別目的の資産取得の

ための事業体に関与している。かかる事業体は、アセット・ファイナンス会社またはリース・ファイナンス

会社の形態を取ることがある。ストラクチャード・エンティティにおいて、融資は資産により担保される。

当行グループの関与は、融資または融資コミットメントに限られることが多い。

 

スポンサーを務める事業体

クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の例においてストラクチャード・エンティティのスポンサー

を務める。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが当該エンティティの組成に関与し、かかる関与（対価が支払われ

る。）が取引の適切な完了を確実にするために不可欠であるとみなされる場合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーの要求により、また主にその使用のために組成が行われる場合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが当該ストラクチャード・エンティティに自己の資産を譲渡する場

合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが管理者である場合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社または親会社の名称がストラクチャード・エンティティま

たはそれにより発行される金融商品の名称に関連付けられる場合。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年12月31日現在持分を保有していない非連結ストラクチャー

ド・エンティティのスポンサーを務めている。

スポンサーを務める事業体からの総収益は、主に証券化および投資ファンドにおける支払利息および受取

利息からなり、クレディ・アグリコル・グループは、報告日現在、いかなる持分も保有していない。総収益

は、クレディ・アグリコル・アシュランスについては82百万ユーロであった。

 

持分に関連するリスクに関する情報

ストラクチャード・エンティティへの財務支援

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年度において、いかなる非連結ストラクチャード・エンティ

ティにも財務支援を行わなかった。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、いかなる非連結ストラクチャード・エン

ティティにも財務支援を行う意図はない。

 

事業の種類別の非連結ストラクチャード・エンティティにおける持分

2024年12月31日現在および2023年12月31日現在、当行グループの非連結ストラクチャード・エンティティ

における関与は下表のとおりであり、当行グループにとって重要なスポンサーを務めるストラクチャード・

エンティティのグループ別に示されている。
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（ 百 万

ユーロ）

2024年12月31日

証券化ビークル 資産運用 投資ファンド
(1)

ストラクチャード・ファイ

ナンス
(1)  

 最大損失  最大損失  最大損失  最大損失  

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融資産

4 4 - 4 3,079 3,079 - 3,079 37,287 37,287 - 37,287 1 1 - 1  

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

- - - - - - - - - - - - - - - -  

償却原価

で測定す

る金融資

産

88 88 - 88 - - - - - - - - 2,459 2,459 - 2,459  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た資産合

計

92 92 - 92 3,079 3,079 - 3,079 37,287 37,287 - 37,287 2,459 2,459 - 2,459  

資本性金

融商品
- - - - -

- - - - - - - - - - -
 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融負債

8 8 - 8 673 - - 673 - - - - 24 24 - 24  

負債 1 - - - - - - - - - - - 218 - - -  
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非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た負債合

計

8 8 - 8 673 - - 673 - - - - 242 24 - 24  

付与した

コミット

メント

- 14 - 14 - 20,794 - 20,794 - - - - - 2,479 - 2,479  

融 資 コ

ミットメ

ント

- 14 - 14 - - - - - - - - - 2,483 - 2,483  

保 証 コ

ミットメ

ント

- - - - - 20,794 - 20,794 - - - - - - - -  

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -  
実行リス

クに対す

る引当金

－付与し

たコミッ

トメント

- - - - - - - - - - - - - (4) - (4) 

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関する

コミット

メント合

計（引当

金 控 除

後）

- 14 - 14 - 20,794 - 20,794 - - - - - 2,479 - 2,479  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

の総資産

4,049 - - - 55,579 - - - 554,718 - - - 5,586 - - -  

(1) スポンサーを務めていないストラクチャード・エンティティは、当該エンティティの性質に関する特定のリスクが発生しない。

これらのエクスポージャーに関する情報は、注記3.1「信用リスク」および注記3.3「市場リスク」を参照。これらは、当行グ

ループが管理者ではない投資ファンド、および当行グループが融資のみを行うストラクチャード・ファイナンスを行う事業体で

ある。
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（ 百 万

ユーロ）

2023年12月31日

証券化ビークル 資産運用 投資ファンド
(1)

ストラクチャード・ファイ

ナンス
(1)  

 最大損失  最大損失  最大損失  最大損失  

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融資産

3 3 - 3 2,712 2,712 - 2,712 42,973 42,973 - 42,973 4 4 - 4  

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

- - - - - - - - 2 2 - 2 - - - -  

償却原価

で測定す

る金融資

産

108 108 - 108 - - - - - - - - 2,140 2,140 - 2,140  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た資産合

計

112 112 - 112 2,712 2,712 - 2,712 42,974 42,974 - 42,974 2,143 2,143 - 2,143  

資本性金

融商品
- - - - -

- - - - - - - - - - -
 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融負債

26 26 - 26 518 518 - 518 - - - - 14 14 - 14  

負債 12 - - - - - - - - - - - 240 - - -  
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非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た負債合

計

39 26 - 26 518 518 - 518 - - - - 254 14 - 14  

付与した

コミット

メント

- 15 - 15 - 13,147 328 12,819 - - - - - 2,147 - 2,147  

融 資 コ

ミットメ

ント

- 15 - 15 - - - - - - - - - 2,147 - 2,147  

保 証 コ

ミットメ

ント

- - - - - 13,148 328 12,819 - - - - - - - -  

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -  
実行リス

クに対す

る引当金

－付与し

たコミッ

トメント

- - - - - - - - - - - - - - - -  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関する

コミット

メント合

計（引当

金 控 除

後）

- 15 - 15 - 13,147 328 12,819 - - - - - 2,147 - 2,147  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

の総資産

2,021 - - - 82,061 - - - 446,748 - - - 5,321 - - -  

(1) スポンサーを務めていないストラクチャード・エンティティは、当該エンティティの性質に関する特定のリスクが発生しない。

これらのエクスポージャーに関する情報は、注記3.1「信用リスク」および注記3.3「市場リスク」を参照。これらは、当行グ

ループが管理者ではない投資ファンド、および当行グループが融資のみを行うストラクチャード・ファイナンスを行う事業体で

ある。
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損失リスクに対する最大エクスポージャー

金融商品に係る損失リスクに対する最大エクスポージャーは帳簿価額に相当する。ただし、オプション売

却デリバティブおよびクレジット・デフォルト・スワップ（CDS）については、エクスポージャーが資産の想

定元本および時価を控除後の負債の想定元本に相当する。付与したコミットメントに係る損失リスクに対す

る最大エクスポージャーは、想定元本および貸借対照表に計上された付与したコミットメントに対する引当

金の額に相当する。

 

注記14　決算日後の事象

 

報告期間終了後、重要な後発事象は発生していない。
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B．クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類

 

(1) クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類（2024年12月31日現在）

 

2025年2月4日にクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会で承認され、2025年5月14日の定時株主総会で

の承認に向けて提出される。

 

(ⅰ) 貸借対照表（2024年12月31日現在）

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

資産 注記  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

短期金融市場および銀行間項目   193,229 30,887,656  193,360 30,908,596

現金および中央銀行預け金   35,027 5,599,066  41,646 6,657,113

政府短期証券および類似証券
5
27

 15,221 2,433,077
 

14,348 2,293,528

金融機関に対する債権
3
27

 142,981 22,855,513
 

137,366 21,957,955

クレディ・アグリコル内部取引 3  418,045 66,824,493  420,799 67,264,720

顧客に対する貸出金および債権 4  3,604 576,099  3,204 512,159

有価証券取引   131,662 21,046,171  129,151 20,644,787

債券およびその他の利付証券
5
27

 131,624 21,040,096
 

129,114 20,638,873

株式およびその他の持分証券 5  38 6,074  37 5,914

固定資産   68,008 10,871,079  66,599 10,645,850

株式投資およびその他の長期有価証
券

6
7

 1,173 187,504
 

1,324 211,641

子会社および関連会社に対する投資
6
7

 66,681 10,658,958
 

65,123 10,409,912

無形資産 7  42 6,714  40 6,394

有形固定資産 7  112 17,903  112 17,903

株主に対する債権－未払込資本金   - -  - -

自己株式 8  223 35,647  276 44,119

未収収益、前払金およびその他の資
産

  31,640 5,057,654
 

36,086 5,768,347

その他の資産 9  12,034 1,923,635  16,901 2,701,625

未収収益および前払金 9  19,606 3,134,019  19,185 3,066,722

資産合計   846,411 135,298,798  849,475 135,788,579

 

(ⅰ) 貸借対照表（2024年12月31日現在）（続き）

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

株主持分および負債 注記  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

短期金融市場および銀行間項目   247,057 39,492,061  261,728 41,837,221

中央銀行からの預り金   13 2,078  2 320

金融機関に対する債務 11  247,044 39,489,983  261,726 41,836,901

クレディ・アグリコル内部取引 11  88,500 14,146,725  90,732 14,503,510

顧客に対する債務
12
27

 234,192 37,435,591
 

237,943 38,035,189
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債務証券 13  162,481 25,972,588  143,634 22,959,895

未払費用、繰延収益およびその他の負
債

  22,409 3,582,079
 

27,160 4,341,526

その他の負債
14
27

 2,535 405,220
 

3,590 573,862

未払費用および繰延収益 14  19,874 3,176,859  23,570 3,767,665

引当金および劣後債務   33,903 5,419,395  30,651 4,899,562

引当金
15
16
17

 1,377 220,113
 

989 158,092

劣後債務 18  32,526 5,199,281  29,662 4,741,471

一般銀行業務リスク引当金  1,539 246,009  1,435 229,385

株主持分合計（一般銀行業務リスク引

当金を除く）
19  56,330 9,004,351

 
56,192 8,982,291

資本金   9,123 1,458,312  9,158 1,463,906

資本剰余金   13,330 2,130,801  13,449 2,149,823

準備金   14,681 2,346,758  14,681 2,346,758

再評価差額金   - -  - -

法定引当金および投資助成金   2 320  5 799

利益剰余金   15,721 2,513,002  15,793 2,524,511

当期純利益／（損失）   3,473 555,159  3,106 496,494

株主持分および負債合計   846,411 135,298,798  849,475 135,788,579

 

(ⅱ) オフバランスシート項目（2024年12月31日現在）

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

付与したコミットメント   29,050 4,643,643  25,531 4,081,130

融資コミットメント 26  1,990 318,102  885 141,467

保証コミットメント 26  24,214 3,870,608  21,862 3,494,641

有価証券コミットメント 26  2,846 454,933  2,784 445,022

受領したコミットメント   117,714 18,816,583  147,865 23,636,220

融資コミットメント 26  115,758 18,503,916  146,296 23,385,416

保証コミットメント 26  1,626 259,916  1,569 250,805

有価証券コミットメント 26  330 52,751  - -

 

オフバランスシートの外国為替取引および先渡金融商品に係る取引は、それぞれ注記23および24に記載さ

れている。

 

(ⅲ) 損益計算書（2024年12月31日終了事業年度）

 

   2024年12月31日  2023年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

受取利息および類似収益 28  36,567 5,845,235  33,038 5,281,124

支払利息および類似費用 28  (37,533) (5,999,650)  (33,522) (5,358,492)

持分証券からの収益 29  4,346 694,708  3,616 578,018

受取報酬および手数料 30  1,546 247,128  1,530 244,571
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支払報酬および手数料 30  (948) (151,538)  (1,222) (195,337)

トレーディング勘定に係る純利益／

（損失）
31  (36) (5,755)

 
(24) (3,836)

短期投資ポートフォリオおよび類似項

目に係る純利益／（損失）
32  (189) (30,212)

 
(138) (22,059)

その他の銀行業務収益 33  13 2,078  66 10,550

その他の銀行業務費用 33  (92) (14,706)  (75) (11,989)

収益   3,674 587,289  3,269 522,550

営業費用 34  (849) (135,713)  (839) (134,114)

有形固定資産および無形資産の減価償

却費、償却費および減損
  (11) (1,758)

 
(11) (1,758)

営業総利益   2,814 449,818  2,419 386,677

リスク費用 35  (9) (1,439)  (25) (3,996)

営業利益   2,805 448,379  2,394 382,681

固定資産に係る純利益／（損失） 36  482 77,048  415 66,338

税引前利益   3,287 525,427  2,809 449,019

特別項目純額   - -  - -

法人所得税 37  288 46,037  385 61,542

一般銀行業務リスク引当金および法定

引当金に対する配分純額
  (102) (16,305)

 
(88) (14,067)

当期純利益   3,473 555,159  3,106 496,494
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(2) クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類に対する注記

 

注記1　法的および財務的背景ならびに当事業年度中に発生した重大な事象

 

1.1　法的および財務的背景

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、9,123,093千ユーロの資本金（すなわち1株当たり額面3ユーロの株

式3,041,031,027株）を有し、株式会社（Société Anonyme）の形態をとるフランスの公開有限責任会社であ

る。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の内訳は以下のとおりである。

・62.45％がSASリュ・ラ・ボエスィにより所有

・37.02％が浮動株（従業員による所有を含む。）

また、クレディ・アグリコル・エス・エーが所有する自己株式は、2023年12月31日現在における

23,559,181株に対して、2024年12月31日現在は16,247,289株であり、資本金の0.53％に相当する。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、地域銀行の活動と連携し、地域銀行について管理上、技術上およ

び財務上の監督を行う責任を有し、フランス通貨金融法典に基づき監督する権利を有する。クレディ・アグ

リコル・エス・エーは、銀行法に規定されるコーポレート・センターとしてのその役割に基づき、ネット

ワークのつながりと適切な機能を確保し、また、各地域銀行に対して経営基準を遵守させる責任を有する。

同社はまた、地域銀行の流動性および支払能力を保証する。さらに、1988年に、地域銀行は連帯して、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの第三者の債権者に対して、かかる地域銀行の資本の総額を上限として保証

を付与した。かかる保証は、クレディ・アグリコル・エス・エーの破産または解散に伴い資産が不十分であ

ることが識別された場合に実施されることがある。

 

1.2　クレディ・アグリコルの内部取引

 

内部資金調達構造

クレディ・アグリコル・ネットワークとの提携は、以下に記載する活動を行う資金調達システムの一部に

なることでもある。

 

特別貯蓄口座

特別貯蓄口座（一般的な通帳式貯蓄口座（Livret d'épargne populaire）、持続可能かつ総合的な開発に

係る通帳式口座（Livret de développement durable et solidaire）、住宅購入に関する貯蓄制度および貯

蓄口座、若者向け通帳式口座（Livret Jeune）ならびに通帳式貯蓄口座（Livret A））にて保有される資金

は、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり地域銀行が受け入れ、クレディ・アグリコル・エス・エー

へ集められる。クレディ・アグリコル・エス・エーは、これらの資金を「顧客に対する債務」として貸借対

照表に計上する。

 

定期預金および貸付金

地域銀行はまた、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり、政府規制を受けない貯蓄資金（通帳式口

座、債券、ワラント、特定の定期預金口座および同様の口座等）を受け入れる。これらの資金はクレディ・

アグリコル・エス・エーに送金され、同社の貸借対照表に計上される。

特別貯蓄口座ならびに定期預金および貸付金は、クレディ・アグリコル・エス・エーから地域銀行への

「貸付金」（融資）に利用され、地域銀行はこれを中長期融資の資金源とすることができる。
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（満期および金利が受け入れた貯蓄資金と正確に一致する）いわゆる「ミラー貸付金」の形で、地域銀行

が受け入れた貯蓄資金の50％が地域銀行に還元され、かかる資金は、地域銀行がその裁量で自由に使用する

ことができる。

2004年1月1日以降、受け入れた（かつミラー貸付金を経由して還元されなかった）資金の集中管理によっ

て発生した利鞘は、地域銀行とクレディ・アグリコル・エス・エーとで分け合い、再調達モデルを使用しか

つ市場金利を適用して決定される。

さらに、地域銀行は、市場価額をもとに算出された貸付金の形で、クレディ・アグリコル・エス・エーか

ら借換えを行うことができる。

 

地域銀行の流動性余剰資金の移転

地域銀行は、「貨幣性」預金（要求払預金、一元管理されない定期預金および譲渡性預金）を、それらの

顧客への融資に使用することができる。余剰資金はクレディ・アグリコル・エス・エーに送金されなければ

ならず、当座預金口座として「金融機関に対する貸出金および債権」もしくは「金融機関に対する債務」

（クレディ・アグリコル・CIBに開設している当座預金口座として定義されている。上記を参照。）に、また

は定期預金口座として「クレディ・アグリコル内部取引」に計上される。

 

外貨建て取引

地域銀行の外貨建て取引は、クレディ・アグリコル・エス・エーを通じて資金が提供される。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーにより発行された中長期債

これらは、市場で販売されるか、または地域銀行から顧客に販売される。これらは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの貸借対照表上、発行された証券の種類により「債務証券」または「引当金および劣後債

務」のいずれかの項目で負債計上される。

 

流動性リスクおよびソルベンシー・リスクのヘッジならびに銀行の破綻処理

フランス通貨金融法典（CMF）第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに基づき、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーはコーポレート・センターとして、各関連金融機関およびネットワーク全体

の流動性およびソルベンシーを確保するために必要なあらゆる手段を講じなければならない。その結果、

ネットワークの各構成機関は、当該内部財政連帯メカニズムの恩恵を受ける。

CMF（Code monétaire et financier－フランス通貨金融法典）の一般規定は、かかる法定の連帯メカニズ

ムにおいて実施すべき業務上の措置を定める内部規定に反映されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの新規株式公開において、CNCA（現クレディ・アグリコル・エス・

エー）は、2001年に、地域銀行との間で、特にクレディ・アグリコル・ネットワーク内の内部関係を統括す

ることを目的とした契約を締結した。この契約は、特に、関連する構成機関が困難な状況に陥った場合に支

援することで、クレディ・アグリコル・エス・エーがコーポレート・センターとしての役割を果たすことが

できるよう、流動性リスクおよびソルベンシー・リスク管理基金（FRBLS）を設立することを定めている。か

かる契約の主な条項は、クレディ・アグリコル・エス・エーが2001年10月22日にフランスの証券取引委員会

に提出した登録書類（第R.01-453号）の第Ⅲ章に記載されている。

2014年に、欧州の金融危機管理の枠組みが、指令（EU）第2014/59号（「銀行再建・破綻処理指令－BRRD」

として知られる。）により採択された。これは、2015年8月20日付命令第2015-1024号によりフランス法とし

て国内法制化された。また、同命令によりフランス法は、単一破綻処理メカニズムおよび単一破綻処理基金

の枠組みにおける金融機関の破綻処理のための統一規則および統一手続を定める2014年7月15日付欧州規則第

806/2014号の規定に適合した。BRRDを改正した2019年5月20日付指令(EU)第2019/879号は、「BRRDⅡ」として

知られ、2020年12月21日付命令第2020-1636号によりフランス法に組み込まれた。
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この金融危機の予防および解決のための手段を含む枠組みは、金融の安定の維持、破綻した場合に経済に

重大な影響を与えうる金融機関の活動、サービスおよび業務の継続性の確保、預金者の保護ならびに公的財

政支援の利用を可能な限り回避または制限することを目的としている。この一環として、単一破綻処理委員

会を含む欧州の破綻処理当局には、金融機関またはそれが属するグループの全部または一部の破綻処理に関

連するあらゆる必要な手段を講じるための広範囲に及ぶ権限が与えられている。

協同組合銀行グループについて、破綻処理当局は「拡大シングル・ポイント・オブ・エントリー（拡大

SPE）」による破綻処理戦略を支持しているため、破綻処理が行われる場合は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーと関連する事業体のレベルで同時に行われることになる。これは、クレディ・アグリコル・グルー

プが破綻処理される場合に、（コーポレート・センターとしての）クレディ・アグリコル・エス・エーおよ

びその関連する事業体から構成される範囲全体が、拡大シングル・ポイント・オブ・エントリーとみなされ

るためである。上記およびネットワーク内の連帯メカニズムを勘案すると、クレディ・アグリコル・ネット

ワークの構成機関を個別に破綻処理することはできない。

破綻処理当局は、金融機関が破綻したかまたは破綻するおそれがあり、別の民間の対策により合理的な期

間内に破綻を防ぐ合理的な見込みがなく、破綻処理の措置が必要で、清算手続では上記の破綻処理の目的の

達成に不十分であるとみなした場合、当該金融機関に対し破綻処理手続を開始することができる。

破綻処理当局は、下記のとおり、当該機関の資本再構成または存続可能性の回復を目的とする1つまたは複

数の破綻処理手法を使用することができる。破綻処理手法は、（株式、相互株式、CCI、CCA等の）資本性証

券の保有者が最初に損失を負担し、次いで債権者（ただし、法的にまたは破綻処理当局の決定により、ベイ

ルインから除外されない場合。）が損失を負担する方法で実施されなければならない。フランス法はまた、

破綻処理中の金融機関の資本性証券の保有者および債権者が負う損失は、フランス商法（Code de

Commerce）に基づく法的清算手続の場合に負担する損失より大きくなってはならないという原則（フランス

通貨金融法典第L.613-57.I条に規定されるNCWOL原則）等、一定の破綻処理の手法または決定の実施時におけ

る保護措置も定めている。したがって、投資家は、当該機関の破綻処理時に受けた扱いが通常の破産手続に

服した場合に受けるであろう扱いよりも不利なものである場合、補償を要求することができる。

破綻処理当局がクレディ・アグリコル・グループについて破綻処理を実施することを決定した場合、損失

負担のために、最初に、CET1資本調達手段（株式、相互株式、CCIおよびCCA）、その他Tier 1資本調達手段

ならびにTier 2資本調達手段の元本を削減し、次に、場合により、その他Tier 1資本調達手段およびTier 2

資本調達手段
(1)

を資本性証券に転換する。その後、破綻処理当局がベイルイン手法を使用することを決定し

た場合には、債務証券
(2)

にも適用され、損失負担のためにこれらの資本調達手段の一部もしくは全部の元本

削減または株式への転換が行われることになる。

コーポレート・センターおよびすべての関連する事業体に関して、破綻処理当局は、調整された方法で、

減損または転換措置および（適用ある場合には）内部救済措置を実施することを決定できる。かかる場合、

対象の事業体であるかにかかわらず、また損失の発生源にかかわらず、減損または転換措置および（適用あ

る場合には）内部救済措置が、クレディ・アグリコル・ネットワーク内のすべての事業体に適用される。

破綻処理における債権者の順位は、破綻処理実施日時点で有効なCMF第L.613-55-5条の規定により定められ

る。

同順位または清算における同一の権利を有する資本性証券の保有者および債権者は、当行グループのどの

事業体の債権者であるかにかかわらず、平等に扱われる。

この救済措置の対象は、クレディ・アグリコル・グループの資本構成を変更することを目的としているた

め、連結レベルの資本要件に基づいて決定される。

したがって投資家は、破綻処理手続が当行グループに実施された場合、ネットワーク構成機関の株式、相

互株式、CCIおよびCCAの保有者ならびに負債性金融商品の保有者が、どのグループ事業体の債権者であるか

にかかわらず、投資の全部または一部を失う重大なリスクがあることを認識しなければならない。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 838/1736



破綻処理当局が実施することのできる他の破綻処理手法は、基本的に当該機関の活動の全部または一部を

第三者またはつなぎ機関に売却し、当該機関の資産を分離することである。

当該破綻処理の枠組みは、フランス通貨金融法典第R.512-18条における定義によりクレディ・アグリコ

ル・ネットワークに適用される、同法典第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに影響を

与えない。実務上、かかるメカニズムは破綻処理手続が行われる前に実施されるべきであるとクレディ・ア

グリコル・エス・エーは考えている。

したがって、クレディ・アグリコル・グループに対して破綻処理手続が実施されることは、法定の内部財

政連帯メカニズムでは1つまたは複数のネットワーク事業体、ひいてはネットワーク全体の破綻を救済するこ

とができなかったことを意味する。当該破綻処理手続はまた、1988年に第三者の債権者に対して、地域銀行

が連帯して各々の株主持分の総額を上限として与えた、クレディ・アグリコル・エス・エーの債務に対する

保証の発動条件が発生するのを限定することになる。かかる保証は、クレディ・アグリコル・エス・エーの

破産または解散により資産が不足する場合に実施される可能性があることに留意されたい。

 

(1) フランス通貨金融法典第L.613-48条および第L.613-48-3条。

(2) フランス通貨金融法典第L.613-55条および第L.613-55-1条。

 

1.3　2024事業年度に発生した重大な事象

 

TLTRO Ⅲの返済

2024年3月27日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、17十億ユーロにのぼるTLTRO Ⅲの最終トランシェ

をフランス銀行に返済した。当該融資のうち、地域銀行は16十億ユーロを返済し、子会社は1十億ユーロを返

済した。

 

クレディ・デュ・マロック株式の売却

2024年6月7日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、モロッコのグループ企業であるホルマルコムに対

して、クレディ・デュ・マロック株式の15％部分に相当する第2回目の売却を完了した。株数は1,632,182

株、対価は総額88百万ユーロであった。

この取引によって、クレディ・アグリコル・エス・エーは、全株式を売却したことになった。

 

従業員割当増資

クレディ・アグリコル・グループの従業員180,000人を対象とするクレディ・アグリコル・エス・エーの増

資（ACR 2024）は、2024年6月27日から7月10日までの引受期間を経て、最終的に2024年8月29日に完了した。

当該投資スキームでは、株価に対し20％の割引を行った引受価格での標準的な募集が提示された。2024年8

月29日に新株が発行され、交付された。

フランスおよびその他18ヶ国におけるクレディ・アグリコル・グループの従業員による引受けは、合計169

百万ユーロであった。

この増資により、15,128,677株が発行され、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は3,041,031,027

株、9,123,093,081ユーロとなった。

 

エネルギー転換に係る資金調達活動

クレディ・アグリコル・エス・エーは、エネルギー転換に係る資金調達を支援するため、当行グループに

代わって預金供託金庫から5.5十億ユーロの資金を確保した。その一環として、2024年11月28日、クレディ・

アグリコル・エス・エーは、預金供託金庫から1.1十億ユーロの最初の借入れを行い、地域銀行およびLCLに

資金を送金した。
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SICOVAM株式の売却

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年12月19日、ベルギー国立銀行の承認を得て、保有する

SICOVAMの株式を預金供託金庫に98.8百万ユーロで売却した。

 

株式買戻しプログラム

監督当局から必要なすべての許認可を得た後、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2024年10月1日に市

場で株式買戻しプログラムを開始した。このプログラムは、2024年従業員割当増資の希薄化効果を相殺する

ために実施された。

2024年12月31日現在、このプログラムにより、総額208百万ユーロで15,128,677株の普通株式を購入してい

た。

 

1.4　2024事業年度末後の事象

 

自己株式の消却による減資

2024年12月17日、取締役会は、2024年5月22日の株主総会の承認に基づき、資本金の約0.5％に相当する

15,128,677株の自己株式の消却により、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金を減資することを決定

した。

かかる資本金の減資は2025年1月13日に完了した。

これらの株式は、2024年5月22日に開催された取締役会の決定を受けて、2024年従業員割当増資の希薄化効

果を相殺することを目的とした株式買戻しプログラムの一環として、2024年10月1日から2024年11月6日の間

に総額208,465,605ユーロで取得された。

これらの株式消却後、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は3,025,902,350株、合計

9,077,707,050ユーロとなった。

 

注記2　会計方針および会計原則

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランスの銀行に適用される会計原則に準拠して財務書類を作成

している。

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類の表示は、ANC規則第2014-07号の規定に準拠しており、同

規則は、金融機関に適用されるすべての会計基準を1つにまとめたものである。

 

2.1　貸出金および融資コミットメント

 

金融機関、クレディ・アグリコル・グループの事業体および顧客に対する債権は、ANC規則第2014-07号に

準拠して会計処理されている。

貸出金および債権は、その残存期間または性質に従って表示される。

・金融機関については、要求払預金および定期預金

・クレディ・アグリコル内部取引については、当座勘定、定期預金および貸付金

・顧客については、受取債権、その他の融資枠および普通預金口座

顧客の区分には金融機関顧客との間で締結された取引も含まれている。

劣後ローンおよび売戻し条件付契約（証書または有価証券で表わされる）は、相手方の種類（銀行間、ク

レディ・アグリコル内部取引、顧客）により、様々な貸出金および債権の区分に含まれる。

金融機関および顧客に対する債権は、経過利息を含み、貸借対照表上に額面金額で計上される。

貸出金に係る未収利息は、貸借対照表の「経過利息」に認識され、純損益に計上される。
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ANC規則第2014-07号に従い、受取報酬および手数料ならびに負担する取引費用は、貸出金の残存期間にわ

たり繰り延べられ、そのため、これらは関連する貸出金の残高に含まれる。

オフバランスシートで認識される融資コミットメントは、現金貸付に対する取消不能のコミットメントお

よび貸出が実行されていない保証コミットメントである。

信用リスクの会計処理は、以下のとおり定められている。

貸出金および融資コミットメントは、正常貸出金と貸倒懸念債権に分類される。

 

正常貸出金

債権は、貸倒懸念債権に分類されない限り、正常貸出金または信用の質が低下した貸出金のいずれかに分

類され、当初の分類から変更されない。

 

正常貸出金および信用の質が低下した貸出金に係る信用リスクに対する引当金

信用エクスポージャーについて、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その貸借対照表の負債の部の引

当金に、（「正常」に分類されるエクスポージャーについては）今後12ヶ月間の予想信用リスクおよび／ま

たはエクスポージャーの信用の質が著しく低下している場合は（「信用の質が低下した」に分類されるエク

スポージャーについては）当該エクスポージャーの全期間にわたる予想信用リスクが含まれるように認識し

ている。

これらの引当金は、個別の監視プロセスの一環として決定され、予想信用損失の水準の変動を反映した見

積りに基づいている。

 

「予想信用損失（以下「ECL」という。）」の考え方

ECLは、割引後の信用損失（元本および利息）を債務不履行リスクの発生確率で加重計算した予想価値と定

義される。これは、契約上のキャッシュ・フローと予想キャッシュ・フロー（元本および利息を含む。）の

差額の現在価値に相当する。

ECLアプローチは、可能な限り早期に予想信用損失の認識を予測することを目的とする。

 

ECLの管理および測定

引当金のパラメータを測定する仕組みの管理は、バーゼルの仕組みとして整備された体制に基づいてい

る。クレディ・アグリコル・グループのリスク管理部門は、方法論的枠組みを定め、貸出金の減損の仕組み

を監督する責任を負う。

クレディ・アグリコル・グループは、ECLの計算に必要なパラメータを算出するために、主に内部格付シス

テムおよび現行のバーゼルのプロセスに依拠している。信用リスクの変動の評価は、予想損失モデルおよび

合理的なシナリオに基づく推定を基礎としている。入手可能で、関連性を有する、合理的かつ文書化可能な

情報（将来予測に関する情報を含む。）はすべて使用されている。

かかるECLの見積もりには、デフォルト率、デフォルト時損失率およびデフォルト時エクスポージャーが含

まれる。

これらの算定は、規制上のプロセスが存在する場合にその一環として使用される内部モデルに概ね基づい

ているが、経済的ECLを決定する際に調整される。

会計上のアプローチでも、特に内部回収コスト、または「デフォルト時損失率」（以下「LGD」という。）

に関する規制上の計算において規制当局により設定されている下限を取り除くために、特定のバーゼルのパ

ラメータに関して再計算を要求している。

ECLの算定方法は、顧客に対する貸出金および債権ならびに融資コミットメントといった商品の種類に基づ

き評価される必要がある。
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今後12ヶ月間の予想信用損失は、全期間予想信用損失の一定割合を占め、報告期間後の12ヶ月間（また

は、金融商品の予想残存期間が12ヶ月に満たない場合は、より短い期間）に債務不履行が生じた場合におけ

る全期間キャッシュ・フローの不足額を12ヶ月以内のデフォルト率で加重計算した額を表す。

予想信用損失は、残高を当初認識の際に決定した実効金利（EIR）で割り引かれる。実効金利は、貸出金の

発行または取得に関して支払ったおよび受領したキャッシュ・フローの純額と、当該貸出金の契約期間にわ

たり取引相手先から受領する契約上のキャッシュ・フローの現在価値を等しくするための割引率である。

ECLの測定においては、契約条件の一部で、クレディ・アグリコル・エス・エーが別途計上していない担保

およびその他の信用補完が含められる。保証された金融商品からの予想キャッシュ・フローの不足額を見積

る際には、保証による回収額および時期を反映する。保証の有無は、信用リスクの著しい増大の評価には影

響しない。これは、債務者の信用リスクの決定は保証を考慮せずに行うためである。

引当金のパラメータは、クレディ・アグリコル・グループが規定した手法を使用して測定および更新さ

れ、それにより引当金の最初の基準または共通の基盤を設定する。外部および／または内部格付システムの

利用により、信用リスクの水準を評価する。

使用しているモデルおよびパラメータのバックテストは、少なくとも年1回行われる。

将来予測のマクロ経済データは、以下の2つのレベルにおいて適用される方法論的枠組みに含まれている。

・取引の返済期間にわたるPDおよびLGDのパラメータの予測における将来予測インプットを組み込んだ共通の

枠組みの決定については、クレディ・アグリコル・グループ・レベル

・各自のポートフォリオについては、各事業体レベル。クレディ・アグリコル・エス・エーは、現地の経済

的要因および／または構造的要因によりグループ・レベルで定義されたシナリオでカバーされない追加の

損失に晒されている正常な顧客に対する貸出金および債権、信用の質が低下した顧客に対する貸出金およ

び債権、ならびに正常な融資および保証コミットメントと信用の質が低下した融資コミットメントのポー

トフォリオに対し、追加の将来予測のパラメータを適用する。

 

信用リスクの著しい増大

クレディ・アグリコル・エス・エーは、各貸出金について、組成時から各期末日までの信用リスクの増大

を評価する。この信用リスクの変動に関する評価に基づき、事業体はそのエクスポージャーを様々なリス

ク・カテゴリ（正常と認定されたエクスポージャー／信用の質が低下したと認定されたエクスポージャー／

貸倒懸念エクスポージャー）に分類しなければならない。

ステージ1は12ヶ月のECL、ステージ2は全期間ECLを表す。

信用リスクの著しい増大を評価するために、クレディ・アグリコル・グループは、2つの分析レベルに基づ

くプロセスを用いている。

・第1レベルは、すべての当行グループ企業に適用される絶対的および相対的な当行グループの基準ならびに

規則に基づく。

・第2レベルは、各事業体に固有であり、各事業体がそのポートフォリオ内で保有するリスクに関する、現地

の経済的要因および／または構造的要因によりグループ・レベルで定義されたシナリオでカバーされない

追加の損失に各事業体を晒す追加の将来予測のパラメータに基づく専門家の評価に関係しており、当行グ

ループの「正常」から「信用の質が低下した」への分類変更基準の調整（ポートフォリオまたはサブポー

トフォリオの12ヶ月のECLから全期間ECLへの変更）につながる可能性がある。

各貸出金につき、一部の例外を除き、信用リスクの著しい増大の評価を行う。貸出金の評価を「正常」か

ら「信用の質が低下した」に引き下げる際、同じ相手先への他の貸出金に当該評価を波及させる必要はな

い。信用リスクの著しい増大を評価する際、いかなる保証（株主保証を伴う取引を含む。）も考慮せず、主

たる債務者の信用リスクの変動を検討しなければならない。

類似の特性を有する少額の貸出金のポートフォリオについて発生する可能性のある損失は、個別評価では

なく、統計的基準で見積られることがある。
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金融商品について、上記で定義した第1レベルにおける信用リスクの著しい増大の評価を格付モデルにより

行う場合、以下の2つの基準に基づいて行われる。

1.相対的な基準

信用リスクの相対的な増大の重要度を評価するため、閾値は、当期の報告期間末および当初認識日におけ

る将来予測情報を含む、全期間のデフォルト率に基づき定期的に調整されている。

金融商品は、当初認識日におけるデフォルト率に対する報告期間末におけるデフォルト率の比率が、当行

グループの定義する倍率の閾値を上回った場合、ステージ2（全期間ECL）に分類される。

これらの閾値は、規制リスク管理システムの区分に基づき、金融商品の同種ポートフォリオごとに決定さ

れる。

また、当行グループは、デフォルト率が当初のデフォルト率の3倍に達する場合、およびデフォルト率が

0.3％を超える場合には、金融商品をステージ2に自動的に格下げする。

この相対的な変化による基準は、デフォルト率の絶対的な変化基準であるプラス30ベーシス・ポイントに

より補完される。1年以内のデフォルト率が0.3％を下回る場合、信用リスクは「重要でない」と判断され

る。

2.絶対的な基準

クレディ・アグリコル・グループの信用リスク管理の慣行に従い、報告期間末において1年間のデフォルト

率が、個人顧客については15％、法人顧客については12％を上回る場合、リスクの増大が著しいと判断さ

れ、金融商品はステージ2に分類される。

クレディ・アグリコル・グループは、信用リスクの著しい増大およびステージ2への分類の閾値として、30

日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

金融商品は、財政困難により条件緩和が行われた場合、ステージ2に分類される。

内部格付モデルがない場合、クレディ・アグリコル・グループは、信用リスクの著しい増大および信用の

質が低下した債権（ステージ2）への分類の最大閾値として、30日超の延滞という絶対的な基準値を使用す

る。

組成時からの信用リスクの増大が認められなくなった場合、減損は12ヶ月の予想信用損失（ステージ1）ま

で減額される。

特定の信用リスクの著しい増大の要因または指標について商品レベルでは識別できない部分を補うため

に、基準では、信用リスクの著しい増大の評価を金融商品ポートフォリオ・レベルで、またはポートフォリ

オのグループもしくはポートフォリオの一部について行うことを認めている。

以下のような共通の特性を有する金融商品については、ポートフォリオを構成して、集合的に減損を評価

することができる。

・貸出金の種類

・信用リスクの格付（内部格付システムを有する事業体については、バーゼル2の内部格付を含む。）

・担保の種類

・当初認識日

・満期までの残存期間

・業種

・債務者の地理的な位置

・金融資産に対する担保の価値（デフォルト率に影響がある場合（たとえば、特定の国におけるノンリコー

ス・ローンまたはローン・トゥ・バリュー・レシオ））

・販売チャネル、資金調達の目的等

したがって、信用リスクの著しい増大を市場ごとに区別することは可能である（住宅ローン、消費者金

融、農家・中小企業に対する貸出金、法人向けローン等）。

信用リスクについて同種ポートフォリオごとに評価するための金融商品のグループは、時間の経過に伴

い、新たな情報が入手され次第、変更されることがある。
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正常貸出金および信用の質が低下した貸出金に係る信用リスクに対する引当金の繰入額および戻入額は、

「リスク費用」に認識される。

 

貸倒懸念債権

貸倒懸念債権とは、あらゆる種類の債権（担保が付されているものを含む。）のうち、以下の1つ以上の事

由に相当する信用リスクが識別されたものである。

・支払が通常、期限より90日を超えて延滞している場合。ただし、かかる延滞が債務者の財政状況とは無関

係の理由によるという事実を示す特殊な事情があるときは、この限りではない。

・債務者が債務を返済する可能性が低いと当該事業体が判断した場合。ただし、担保権の実行など何らかの

措置が講じられているときは、この限りではない。

債務不履行貸出金は、見積将来キャッシュ・フローにマイナスの影響を及ぼすような事象が1つ以上発生し

た場合に、「貸倒懸念」とされる。以下の事象は観察可能なデータであり、貸倒懸念債権を示している。

・発行者または債務者の著しい財政困難

・債務不履行または支払延滞等の契約違反

・債務者の財政困難に関連する経済的または契約上の理由により、債権者が債務者に、他の状況では検討し

ないような譲歩を1つ以上行ったこと

・債務者の破産または財務再編の可能性の増大

・財政困難に起因する金融資産の活発な市場の消滅

・発生した信用損失を反映した、大幅なディスカウントでの金融資産の購入または組成

複数の事象の複合的な影響から債権に貸倒懸念が生じる可能性がある。

債務不履行に陥った取引相手先が健全な状態に戻るのは、債務者がもはや貸倒懸念状態ではなくなったこ

とを確認できる観察期間が経過した後である。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、貸倒懸念債権の中でも貸倒懸念債権と貸倒債権を以下のように区

別している。

 

貸倒懸念債権

貸倒債権の区分に分類されないが、貸倒が懸念されるすべての債権は貸倒懸念債権として分類される。

 

貸倒債権

貸倒債権は、回収の見込みが著しく損なわれ、いずれ償却することになる可能性が高い債権である。

貸倒懸念債権の場合、利息は発生し続けるが、債権が貸倒債権に分類されると利息は発生しなくなる。

貸倒懸念債権への分類が中止されることがあり、その場合、債権は正常貸出金に再度分類される。

 

貸倒懸念債権に係る信用リスクに起因する減損

クレディ・アグリコル・エス・エーの地域銀行に対する貸出金および債権は、当該地域銀行が実行した顧

客に対する貸出金に対するクレディ・アグリコル・エス・エーの直接的なリスクを表すものではない。ただ

し、これは地域銀行の財務健全性に関する潜在的な間接的リスクを表している。したがって、クレディ・ア

グリコル・エス・エーは、地域銀行に対する貸出金および債権に対して引当金を設定していない。

債権が貸倒懸念債権に分類された場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、発生する可能性の高い損

失を、貸借対照表上の資産から減損を控除することにより認識する。この減損は、債権の帳簿価額と、相手

方の財政状態、経済の見通しおよび保証（その実現に係る費用を控除後）を考慮して、実効金利で割り引か

れた見積将来キャッシュ・フローとの差額に相当する。

オフバランスシートのコミットメントについて発生する可能性の高い損失は、株主持分および負債として

認識される引当金の対象となっている。
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減損の会計処理

貸倒懸念債権の回収不能による減損損失および戻入は、「リスク費用」に認識される。

ANC規則第2014-07号に従い、当行グループは、減損の割引を解消するための費用の影響を「リスク費用」

として計上することを選択した。

 

直接償却

直接償却の適用時期の決定は、専門家の意見に基づいて行われる。クレディ・アグリコル・エス・エー

は、その事業に関する知識に基づき、リスク管理部門と共にこれを決定する。

債権が貸倒債権となった場合、直接償却され、同額の減損の戻入が行われる。

 

カントリー・リスク

カントリー・リスク（または国際的なコミットメントに係るリスク）とは、フランスの金融健全性規制監

督・破綻処理機構（Autorité de contrôle prudentiel et de résolution - ACPR）が特定する国に所在する

民間もしくは公的機関の債務者に関して、金融機関が直接もしくは分離事業体を通じて計上する、またはそ

の決済が当該国に所在する公的機関もしくは民間の債務者のポジションに依拠する、オンバランスシートお

よびオフバランスシートの減損していない債権の合計額である。

 

条件緩和債権

財政困難によって条件緩和した債権は、債務者の財政困難に関連した経済的または法的理由により、他の

状況下では検討されなかったような条件で事業体が当初の融資条件（金利、満期等）を変更した債権であ

る。

そのため、財政困難によって条件緩和した債権は、以下の2つの累積的基準で構成される。

・契約の変更または債務の借り換え（譲歩）

・財政困難に陥っている顧客（融資コミットメントの履行困難に直面している、または直面しようとしてい

る債務者）

かかる条件緩和の定義は、顧客レベルではなく（波及させず）、契約ごとに適用されなければならない。

条件緩和債権は、条件緩和時点で貸倒懸念債権および正常貸出金に分類される債権で構成される。

条件緩和債権には、支払不能の問題または財政困難を示していない取引先と通常の取引ベースで条件が再

交渉された債権は含まれない。再交渉が行われた債権の未収利息は、認識が中止される。繰延報酬および繰

延手数料ならびに繰延取引費用は、新たな貸出金が発生したとみなされる場合、再交渉日現在の損益計算書

に認識される。

相手方の将来キャッシュ・フローの支払が減額された場合または貸出条件緩和の一環として返済期限が延

期された場合、ディスカウントが認識される。このディスカウントは、当初の実効金利で割り引かれた

キャッシュ・フローの将来の減少に相当する。これは以下の差額と同額である。

・債権の額面金額

・（融資コミットメントの実行日に規定された）当初の実効金利で割り引かれた、条件緩和債権からの理論

上の将来キャッシュ・フローの合計額

債権の条件緩和時に認識されたディスカウントは、資産からの控除として計上され、「リスク費用」に計

上される。

債務者の財政状態を理由に条件が緩和された債権は、バーゼル規則に基づいて評価され、見積信用リスク

に基づいて減損処理される。

条件緩和が行われた後、エクスポージャーは、条件緩和時点で正常であった場合には最低2年間、条件緩和

時点で債務不履行であった場合には最低3年間の観察期間中、「条件緩和」として分類され続ける。当該期間

は、特定の事象が発生した場合（たとえば、さらなる事象が発生した場合）に延長される。
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2.2　証券ポートフォリオ

 

利付証券に係る信用リスクおよび減損の認識に関する規則は、ANC規則第2014-07号の第2311-1条から第

2391-1条および第2211-1条から第2251-13条によって定められている。

これらの有価証券は、財務書類において資産クラス別に、政府短期証券（短期国債および類似証券）、債

券およびその他の利付証券（譲渡性債務証券および銀行間短期金融商品）ならびに株式およびその他の持分

証券として表示される。

これらの有価証券は、事業体の運用目的および商品が申し込まれた時点の当該商品の特性に応じて、規則

により定義されたポートフォリオ（売買目的、長期投資、短期投資、中期ポートフォリオ、固定資産、その

他の長期株式投資、株式投資、子会社および関連会社に対する投資）に分類される。

 

売買目的有価証券

売買目的有価証券は、当初以下のとおりであった有価証券である。

・近い将来において売却する意図で購入した、もしくは近い将来において買い戻す意図で売却した有価証券

・マーケット・メイキング業務の結果として金融機関が保有している有価証券。これらの有価証券の売買目

的有価証券としての分類は、市場機会を考慮した有価証券の有効な出来高および重要な取引量によって決

まる。

これらの有価証券は、活発な市場で取引可能であり、入手可能な市場価額は市場において独立した第三者

間で定期的に行われる実際の取引を表す必要がある。

また、売買目的有価証券は以下を含んでいる。

・売買目的ポートフォリオの専門家による運用の一部として購入または売却された有価証券（集合的に管理

され短期的な利益獲得の意図がある先渡金融商品、有価証券またはその他の金融商品を含む。）

・整備された金融商品の取引所または類似の市場における裁定取引の一部として売却するコミットメントが

存在する有価証券

・貸借取引／借入れの一環としての借入有価証券で、売買目的有価証券に分類され、貸借対照表上の負債の

部に計上される借入有価証券に相当する債務により相殺されるもの（場合により、借入有価証券で、貸借

取引の貸付有価証券として用いられ、「売買目的の貸付有価証券」に分類変更されたものを含む。）

ANC規則第2014-07号に規定されている場合を除き、売買目的有価証券は他の会計区分に分類変更できず、

これらは、売却、全額返済または直接償却され貸借対照表から除外されるまで売買目的有価証券として表示

および測定され続ける。

売買目的有価証券は、購入日に購入価格（取引費用を除き、経過利息を含む。）で認識される。

空売りにより売却された有価証券に関連する負債は、金融機関の貸借対照表の負債の部に売却価格（取引

費用を除く。）で認識される。

有価証券は各報告日に直近の市場価額で測定される。価格変動により生じた損益の合計額は、損益計算書

の「トレーディング勘定に係る純利益／（損失）」に計上される。

 

投資有価証券

この区分は、他のどの区分にも該当しない有価証券からなる。

有価証券は購入価格（取引費用を含む。）で計上される。

 

債券およびその他の利付証券

これらの有価証券は、取得価格（その時点の経過利息を含む。）で認識される。取得価格と償還価額の差

額は、償却原価法に従って当該有価証券の残存期間にわたり配分される。

収益は損益計算書の「債券およびその他の利付証券に係る受取利息および類似収益」に計上される。
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株式およびその他の持分証券

株式は貸借対照表に購入価格（取得費用を含む。）で認識される。株式に付随する配当金からの収益は、

「持分証券からの収益」に収益として計上される。

投資信託からの収益は、受領した時点で、同じ勘定科目に認識される。

各報告日において、短期投資有価証券は取得原価と市場価額のいずれか低い方の金額で測定される。保有

証券または同質の一組の有価証券の現在価値（たとえば、報告日における市場価額から算定される。）が帳

簿価額より低い場合、未実現損失については、その他の有価証券の区分において認識された利益と相殺せず

に、減損損失が計上される。先渡金融商品の購入または売却の形態による、ANC規則第2014-07号の意味する

ところのヘッジからの利益は、減損損失の算定の際に考慮される。潜在的利益は計上されない。

また、利付証券について、カウンターパーティー・リスクを考慮する意図で、「リスク費用」において認

識される減損は、以下のように計上される。

・上場有価証券の場合、減損は市場価額に基づき、この市場価額は本質的に信用リスクを反映している。し

かし、クレディ・アグリコル・エス・エーが、発行体の財政状態に関して市場価額に反映されていない特

定の情報を有している場合、特定の減損損失が計上される。

・非上場有価証券の場合、減損は、識別された発生可能性が高い損失に基づき顧客に対する貸出金および債

権と同様に計上される（注記2.1「貸出金および融資コミットメント－貸倒懸念債権に係る信用リスクに起

因する減損」を参照。）。

有価証券の売却は先入先出法で行われたものとみなされる。

短期投資有価証券に係る減損および戻入ならびに売却損益は、損益計算書の「短期投資ポートフォリオお

よび類似項目に係る純利益／（損失）」に計上される。

 

長期投資有価証券

長期投資有価証券は、満期まで保有する明確な意図で取得またはこの区分に振り替えられた、満期日が固

定された利付証券である。

この区分には、クレディ・アグリコル・エス・エーが満期日まで保有し続けるために必要な財務能力を有

しており、かつ、満期日まで保有する意図を阻害する可能性のある法的またはその他の制約の対象となって

いない有価証券のみが含まれている。

長期投資有価証券は、購入価格（取得費用および経過利息を含む。）で認識される。

購入価格と償還価格の差額は、当該有価証券の残存期間にわたり配分される。

市場価額が取得原価を下回った場合でも、長期投資有価証券について減損は計上されない。一方で、有価

証券の発行体の固有のリスクにより減損が生じた場合、「リスク費用」に減損が計上される。

相当な金額の長期投資有価証券が売却または他の区分に分類変更された場合、当該金融機関は、ANC規則第

2014-07号に従って、当該事業年度およびその後2事業年度の間は、以前に購入した有価証券または今後購入

する有価証券を長期投資有価証券として分類することが認められなくなる。

 

中期ポートフォリオ有価証券

ANC規則第2014-07号に従って、これらの有価証券は、「中期的に利益を確保することを唯一の目的とし、

発行体に対して長期的に投資する意図や経営管理に積極的に関与する意図がない、通常の投資」からなる。

売買が構造化された枠組みの中で大規模かつ継続的に行われ、主に売却益の形で当該金融機関に継続的な

収益をもたらす場合にのみ、有価証券をこの区分に含めることができる。

クレディ・アグリコル・エス・エーは当該条件を満たしており、その保有有価証券のうちいくつかについ

ては、この区分に分類可能である。中期ポートフォリオ有価証券は、購入価格（取引費用を含む。）で計上

される。

報告期間末において、これらの有価証券は、取得原価または使用価値のいずれか低い方の金額で認識され

る。使用価値は発行体の全般的な見通しおよび見積残存期間に基づき決定される。
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上場会社に関しては、使用価値は通常、市場価額の著しい変動の影響を軽減するため、当該有価証券の見

積保有期間に応じて十分な長さの期間にわたる平均市場価額である。

減損損失は、各保有証券に関して算定される未実現損失について計上され、いかなる未実現利益とも相殺

されない。未実現損失は、これらの証券に係る減損損失および戻入と共に、「短期投資ポートフォリオおよ

び類似項目に係る純利益／（損失）」に計上される。

未実現利益は認識されない。

 

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資

・子会社および関連会社に対する投資は、独占的支配下にあり、連結単位に全部連結されるか、またはその

可能性が高い会社に対する投資である。

・株式投資は、とりわけ発行体に対して影響力を及ぼすまたは支配力を有することを可能とするために、そ

の長期的な所有が当該金融機関にとって有益であると判断される投資（子会社および関連会社に対する投

資を除く。）である。

・その他の長期株式投資は、発行体との特別な関係を築くことにより長期の事業関係を促進する意図で保有

するが、保有する議決権の割合が小さいことから発行体の経営に影響を与えない有価証券からなる。

これらの有価証券は、購入価格（取引費用を含む。）で認識される。

これらの有価証券の価値は報告日に使用価値に基づき個別に測定され、貸借対照表に取得原価または使用

価値のいずれか低い方の金額で計上される。

使用価値とは、その保有する理由を考慮して、当該機関がこれらを取得するために支払うと考えられる金

額である。

使用価値は、発行体の収益性および業績見通し、株主持分、経済状況もしくは最近の月間平均株式市場価

額または有価証券の評価計算による価値などの様々な要因に基づき見積ることができる。

有価証券の使用価値が取得原価より低い場合、これらの未実現損失について減損損失が計上されるが、い

かなる未実現利益に対しても相殺はなされない。

これらの有価証券に係る減損および戻入ならびに売却損益は「固定資産に係る純利益／（損失）」に計上

される。

 

市場価額

様々な区分の有価証券について測定される市場価額は以下のように決定される。

・活発な市場で取引される有価証券は直近の価格で測定される。

・有価証券が取引される市場が活発でないもしくは活発でなくなったとみなされた場合、または有価証券が

非上場の場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、評価手法を用いて関連する有価証券が取引される

であろう価値を決定する。まず第一に、これらの手法は通常の競争環境下において行われた最近の取引を

考慮する。必要な場合には、クレディ・アグリコル・エス・エーは、評価技法が実際の市場取引において

得られる価格の信頼できる見積りを提供すると実証される場合に、これらの有価証券の価格を決定するた

めに市場参加者により一般に使用されている評価手法を用いる。

 

計上日

クレディ・アグリコル・エス・エーは、長期投資有価証券に分類される有価証券を受渡日に計上する。そ

の他の有価証券は、種類または分類にかかわらず約定日に認識される。

 

売戻し条件付買入有価証券または買戻し条件付売却有価証券

買戻し条件付売却有価証券は、引き続き貸借対照表に計上される。受取金額は買手への債務を表わし、負

債として計上される。
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売戻し条件付買入有価証券は、貸借対照表に計上されないが、支払金額は売手に対する債権を表わし、貸

借対照表上に資産として計上される。

買戻し条件付売却有価証券は、当初のポートフォリオに適用される会計処理に従う。

 

有価証券の分類変更

ANC規則第2014-07号に従って、以下の有価証券の分類変更が認められている。

・例外的な市況または利付証券が活発な市場で売買できなくなり、かつ機関が予見可能な将来または満期ま

で保有する意図および能力を有する場合は、「売買目的ポートフォリオ」から「長期投資ポートフォリ

オ」または「短期投資ポートフォリオ」への分類変更が可能である。

・例外的な市況、または利付証券が活発な市場で売買できなくなった場合は、「短期投資ポートフォリオ」

から「長期投資ポートフォリオ」への分類変更が可能である。

2024年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ANC規則第2014-07号に基づく有価証券の分類

変更は行わなかった。

 

自己株式の買戻し

ストック・オプション制度をヘッジするために保有する株式およびストック・オプションを含む、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが買い戻した自己株式は、貸借対照表上の個別の勘定科目において資産とし

て認識される。

自己株式に係る減損は、現在価値が購入価格よりも低い場合に、必要に応じて計上される。ただし、従業

員に対する自己株式の無償割当制度ならびにANC規則第2014-03号（一般会計原則）に基づくストック・オプ

ションおよび新株予約権の制度に関連した取引については除く。

 

2.3　有形固定資産および無形資産

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産の減価償却、償却および減損に関連してANC規則第2014-03号

を適用している。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、すべての有形固定資産に構成要素別の会計処理を適用している。

その規定に従って、減価償却可能額には、固定資産の潜在的な残存価額が考慮される。

固定資産の取得原価は、購入価格に加えて付随費用（すなわち、資産が使用に供されるかまたは利用可能

になるまでに直接または間接的に発生する費用）から成っている。

土地は、取得原価で計上される。

不動産および設備は、取得原価から、その使用開始時以降の減価償却累計額および減損損失累計額を控除

した額で測定される。

購入したソフトウェアは、取得原価から、取得以降の償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測

定される。

自社開発のソフトウェアは、原価から、完成以降の償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測定

される。

ソフトウェア、特許およびライセンスを除き、無形資産は償却されない。無形資産は、減損の対象となる

ことがある。

技術的合併差損が生じた場合には、これらは貸借対照表上「その他の有形固定資産、無形資産および金融

資産等」の分類される資産項目に認識される。これらは、その後、原資産と同じ方法で償却、減損および直

接償却が行われる。

固定資産はその見積耐用年数にわたり減価償却される。
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クレディ・アグリコル・エス・エーは、固定資産に関する構成要素別の会計処理の適用に伴い、以下の構

成要素および減価償却期間を採用している。当該減価償却期間は資産の種類およびその所在地により調整す

る必要がある。

 

構成要素 減価償却期間

土地 減価償却されない

構築物 30年から80年

非構築物  8年から40年

工場設備  5年から25年

器具備品  5年から15年

コンピューター機器  4年から 7年（定率法または定額法）

専門機器  4年から 5年（定率法または定額法）

 

最後に、入手可能な情報に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーは、減損テストによる現行の償却

可能価額の変更はないと結論付けた。

 

2.4　顧客および金融機関に対する債務

 

金融機関、クレディ・アグリコルの事業体および顧客に対する債務は、残存期間または内容に従って財務

書類に表示される。

・金融機関から受け入れる要求払預金または定期預金

・クレディ・アグリコル内部取引に関する当座勘定、定期預金および借入金

・顧客（特に金融機関顧客を含む。）から受け入れる特別貯蓄預金および顧客に対するその他の債務

特別貯蓄預金は、（預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄について）貯蓄資金に係る債権の相殺後

で表示される。

買戻し条件付契約（証書または有価証券で表わされる）は、契約相手先の種類によりこれらの様々な区分

に含まれる。

これらの預金に係る経過利息は、未払利息として認識され、純損益に計上される。

 

2.5　債務証券

 

債務証券は、負債の「劣後債務」に分類される劣後債務証券を除き、その形態に応じて利付短期証券、銀

行間短期金融商品、譲渡性債務証券、債券およびその他の債務証券に表示される。

経過利息は、未払利息として認識され、純損益に計上される。

債券に係る発行プレミアムまたは償還プレミアムは、各債券の残存期間にわたり償却される。これに対応

する費用は「債券およびその他の利付証券に係る支払利息および類似費用」に計上される。

債務証券に係る償還プレミアムおよび発行プレミアムは、償却原価法を用いて償却される。

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは、親会社財務書類において借入費用を償却している。

地域銀行に支払われる金融サービスに係る報酬および手数料は、「支払報酬および手数料」に費用として

認識される。

 

2.6　引当金

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、ANC規則第2014-03号を、引当金の認識および測定に適用してい

る。

引当金には、融資コミットメント、退職給付、早期退職給付、訴訟および様々なリスクに関連する引当金

が含まれている。
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引当金には、カントリー・リスクも含まれる。これらのリスクはすべて四半期ごとに見直される。

カントリー・リスクに対する引当金は、取引の種類、コミットメントの期間、形態（債権、有価証券、市

場商品）および国の水準を分析して設定される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、外貨を購入することにより外貨建て債権に対する引当金を一部

ヘッジし、為替変動による引当金への影響を限定している。

住宅購入貯蓄制度の不均衡リスクに対する引当金は、住宅購入貯蓄制度に不利な変動が生じた際に債務を

カバーするためのものである。かかる債務とは、(ⅰ)貯蓄契約について未確定の期間にわたりその開始時に

設定した固定金利を支払う義務、および(ⅱ)住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄口座の加入者に対して当

該契約の開始時に設定した金利で貸出金を供与する義務である。引当金は、各世代の住宅購入貯蓄制度およ

びすべての住宅購入貯蓄勘定について計算され、各世代間の債務の相殺は行われない。

これらの債務額は、特に以下のものを考慮して計算される。

・加入者の行動、および将来供与される貸出金の金額および期間の見積り。これらの見積りは、長期にわた

る実績に基づいている。

・市場金利のイールド・カーブおよび合理的に予測可能な動向

この引当金は、ANC規則第2014-07号の第Ⅱ編「特定取引」第6部「規制対象の貯蓄」に従って計算されてい

る。

 

2.7　一般銀行業務リスク引当金（FRBG）

 

一般銀行業務リスク引当金は、発生が不確実な銀行業務に関連する費用またはリスクに対応するため、ク

レディ・アグリコル・エス・エーがその執行役員の裁量によって設定する。

引当金は、期中において、これらのリスクが発生した際に取り崩される。

2024年12月31日現在、一般銀行業務リスク引当金（FRBG）は、1,539百万ユーロとなり、クレディ・アグリ

コル・エス・エーが中央機関としての役割を果たすことができるようにするための、流動性リスクおよびソ

ルベンシー・リスク管理基金（FRBLS）に対応している。

 

2.8　先渡金融商品およびオプションに係る取引

 

先渡の金利、通貨または資本性金融商品に係るヘッジ取引および市場取引は、ANC規則第2014-07号の規定

に従って計上される。

これらの取引に関連するコミットメントは、契約の額面金額がオフバランスで計上される。この金額は未

決済取引の規模を表している。

これらの取引に関する利益または損失は、商品の種類および戦略に基づき計上される。

 

ヘッジ取引

ヘッジ取引に係る実現利益または損失（ANC規則第2014-07号の第2522-1条の区分「b」）は、ヘッジ対象に

係る収益および費用の認識と対称的に、同じ勘定科目で損益計算書に計上される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの金利リスク全般のヘッジおよび管理に使用される先渡金融商品に係

る収益および費用（ANC規則第2014-07号の第2522-1条の区分「c」）は、「受取（支払）利息および類似収益

（費用）－マクロ・ヘッジ取引に係る純利益（損失）」に期間に応じた比例配分で計上される。未実現利益

および損失は計上されない。

 

市場取引

市場取引には、以下のものが含まれる。

・個別単独で保有する未決済ポジション（ANC規則第2014-07号の第2522-1条の区分「a」）
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・売買目的ポートフォリオの専門家による運用（ANC規則第2014-07号の第2522条の区分「d」）

これらは、報告期間末現在の市場価額を参照して測定される。

活発な市場が存在する場合、金融商品は、入手可能な市場価額で計上される。活発な市場が存在しない場

合、公正価値は、内部評価手法およびモデルを用いて決定される。

金融商品は、

・整備されたまたは類似の取引所で取引されている個別単独で保有する未決済ポジションについては、実現

損益および未実現損益がすべて認識される。

・店頭取引されている個別単独で保有する未決済ポジションについては、損益は、期間に応じた比例配分で

純損益に計上される。また、未実現損失のみが、引当金を通じて認識される。実現損益は、取引決済時に

純損益に計上される。

・売買目的ポートフォリオの一部については、実現損益および未実現損益がすべて認識される。

 

デリバティブ商品に係るカウンターパーティー・リスク

ANC規則第2014-07号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、そのデリバティブ資産の市場価額に

ついて、カウンターパーティー・リスクを反映するために信用評価調整を行っている。このため、個別単独

で保有する未決済ポジションおよび売買目的ポートフォリオの一部として認識されるデリバティブ（上記規

則第2522-1条の区分aおよびdにそれぞれ分類されるデリバティブ）のみが、アクティブ・デリバティブに係

るカウンターパーティー・リスクの計算の対象となる（CVA－信用評価調整）。

CVAにより、クレディ・アグリコル・エス・エーのカウンターパーティーから生じる予想損失を計算するこ

とが可能となる。

CVAは、デフォルト率およびデフォルト時損失率を考慮に入れた見積予想損失に基づいて計算される。使用

される手法は、観察可能なインプットデータを最大限利用する。

当該手法は、

・主に、登録および上場されているCDS（クレジット・デフォルト・スワップ）（もしくは単一銘柄CDS）、

またはインデックス・ベースのCDS等の市場パラメータに基づいている。

・カウンターパーティーの登録されているCDSがない場合には、同一セクターで事業活動を行い、同一地域に

所在する同格付のカウンターパーティーの単一銘柄CDSのバスケットをベースとする概算に基づいている。

特定の状況においては、過去の債務不履行データを用いることもできる。

 

2.9　外国為替取引

 

各報告日において、外貨建て債権債務およびオフバランスシート・コミットメントに含まれる為替契約

は、当該報告日の外国為替レートで換算される。

受取収益および支払費用は、取引日の為替レートで計上される。未収収益および未払費用は、決算日の為

替レートで換算される。

ユーロで資金調達した外貨建ての支店への分配金、固定資産、長期投資有価証券、子会社の有価証券およ

び株式投資を含む長期保有の外貨建て資産は、引き続き取得日の為替レート（過去の為替レート）で換算さ

れる。ただし、クレディ・アグリコル・エス・エーのフランス国外の株式投資に影響を及ぼす外国為替レー

トに恒久的な下落が生じた場合、引当金を計上することがある。

各報告日において、先渡外国為替取引は、当該日の先渡為替レートで測定される。認識された利益または

損失は、損益計算書の「トレーディング勘定に係る純利益／（損失）－外国為替取引および類似金融商品に

係る純利益／（損失）」に計上される。

ANC規則第2014-07号の導入により、クレディ・アグリコル・エス・エーは、多通貨会計を導入し、これに

より外国為替ポジションの監視およびかかるリスクに対するエクスポージャーの測定が可能となった。
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2.10　フランス国外の支店の連結

 

各支店は、それぞれが所在する国々において施行されている会計規則に従った個別の会計記録を保管して

いる。

各報告日において、各支店の貸借対照表および損益計算書は、フランスの会計規則に準拠するよう調整さ

れ、ユーロに換算され、内部取引の相殺消去後に本店の決算に連結される。

ユーロへの換算のルールは以下のとおりである。

・貸借対照表項目は、決算日の為替レートで換算される。

・受取収益および支払費用は、取引日の為替レートで計上されるが、未収収益および未払費用は、決算日の

為替レートで換算される。

換算差損益は、貸借対照表の｢未払費用および繰延収益｣に計上される。

 

2.11　オフバランスシート・コミットメント

 

オフバランスシート項目は、付与した融資コミットメントおよび保証コミットメントならびに受領した融

資コミットメントおよび保証コミットメントの未実行部分を反映している。

付与したコミットメントが使用され、それがクレディ・アグリコル・エス・エーの損失につながる可能性

が高い場合、当該コミットメントに対して引当金が計上される。

オフバランスシート項目は、先渡金融商品または外国為替取引に関連するコミットメントも含めていな

い。同様に、これらには、担保として差し入れられた政府短期証券、類似有価証券およびその他の有価証券

に関して受領したコミットメントも含まれていない。

 

2.12　従業員利益分配制度およびインセンティブ制度

 

従業員利益分配制度は、従業員の権利が確定した事業年度において、損益計算書に認識される。

インセンティブ制度は、2011年6月21日付の契約が適用されている。

従業員利益分配制度およびインセンティブ制度に係る費用は、「従業員費用」に含まれる。

 

2.13　退職後給付

 

退職、早期退職および退職給付金のコミットメント－確定給付制度

クレディ・アグリコル・エス・エーは、退職給付債務および類似の給付債務の測定および認識に関連し

て、ANC勧告第2013-02号を適用していたが、同勧告は廃止され、ANC規則第2014-03号に組み込まれた。

この勧告は、ANCにより2021年11月5日に修正された。これに基づき、確定給付制度における給付が勤続期

間（勤務期間の上限で最大額がある。）および従業員が退職年齢に達した時点で企業に雇用されていること

の両方を条件としている場合、受給権は、次のいずれかの日付に基づいて定額法で配分することができる。

・従業員の雇用の開始日

・受給権の確定の決定に各年度の勤務期間が用いられる日

この規則に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、確定給付制度の区分に該当する退職給付債務お

よび類似給付債務を賄うために引当金を設定している。

これらのコミットメントは、一連の数理計算上、財務上および人口統計上の仮定に基づいて、予測単位積

増方式により計上される。その費用は、割引後の将来給付に基づいて計算される。

2021事業年度からは、クレディ・アグリコル・エス・エーは、受給権の確定に、各年度の勤務期間が適用

される日から定額法で給付を帰属させる決定方法を適用した（すなわちIAS第19号に関する2021年4月のIFRS

解釈指針委員会の決定に近づけている。）。
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2024事業年度においては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、従業員の業務開始日から定額法に基づ

き受給権の配分を決定する過去の手法を維持している。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、第2の方法を選択した。これは、特に、確定給付制度の縮小または

清算が生じた場合に、確定給付制度の変更により生じる利益または損失の認識を認めている。

また、この規則は、「コリドー（回廊）法」を用いて、またより早期に純損益に認識する結果となるその

他の方法を用いて数理計算上の差損益を認識することを認めている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、数理計算上の差損益を直ちに純損益に認識することを選択したた

め、引当金の金額は以下と等しくなる。

・規則が推奨する数理計算方法に従って計算した、報告期間末現在の確定給付債務の現在価値

・（該当する場合）上記から制度資産の公正価値を控除する。その代表的なものとして適格な保険契約が挙

げられる。このような保険契約により債務がすべて賄われている場合には、保険契約の公正価値が、対応

する債務の価値（すなわち、対応する数理計算上の負債額）であるとみなされる。

 

年金制度－確定拠出制度

「雇用主」は、様々な強制加入年金制度に拠出している。制度資産は独立した組織によって管理され、基

金が当事業年度および過去の年度において提供された従業員の勤務に対応する従業員給付のすべてを賄うた

めの十分な資産を保有していない場合でも、拠出する企業には追加拠出を行う法的または推定的義務がな

い。

したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーには、これに関連して、前事業年度に関して支払うべき

拠出金以外に負債はない。

これらの年金制度の条件に基づく拠出金額は「従業員費用」に表示される。

 

2.14　ストック・オプションおよび従業員貯蓄制度に基づき従業員に提供される新株予約権

 

ストック・オプション制度

特定の区分の従業員に対して付与されるストック・オプション制度は、行使された時点で計上される。か

かる行使によって、増資に関する要件に従って計上される株式発行、または「自己株式の買戻し」に記載の

条件に従って過去にクレディ・アグリコル・エス・エーが買い戻して認識されている自己株式の従業員への

交付が発生する。

 

従業員貯蓄制度に基づく新株予約権

従業員貯蓄制度に基づき従業員に提供される新株予約権は、最高で30％割り引いた価格で提供され、権利

確定期間は定められていないが、5年間は権利行使ができないロックアップ期間が設けられている。かかる新

株予約権は、増資に関する要件に従って認識される。

 

2.15　特別損益

 

この項目は、その性質が臨時的で、クレディ・アグリコル・エス・エーの経常的な業務の一部を形成しな

い取引に関連する収益および費用からなる。

 

2.16　法人所得税

 

通常は、当期税金負債のみが親会社財務書類に認識される。

損益計算書に表示される税金費用は、当該事業年度における法人所得税納税額に相当する。これには、利

益に対する社会保険納付金の影響が含まれている。
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貸出金および有価証券ポートフォリオからの収益は、税額控除後の金額で認識される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、1990年度より連結納税制度を整備している。2024年12月31日現

在、1,288の事業体がクレディ・アグリコル・エス・エーと連結納税契約を締結している。この契約に基づ

き、連結納税制度の一部である会社はそれぞれの財務書類に、仮に連結納税制度が適用されていなかった場

合の納税額を認識する。
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注記3　金融機関に対する貸出金および債権－残存期間別の分析

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計

経過

利息
合計 合計

金融機関         

貸出金および債権：         

－要求払 5,645 - - - 5,645 4 5,649 1,771

－定期
(1) 13,383 21,974 62,992 13,222 111,571 530 112,101 112,192

担保差入有価証券 - - - - - - - -

売戻し条件付買入有価証券 250 - - - 250 - 250 -

劣後ローン 2,615 1,843 15,858 4,572 24,888 93 24,981 23,403

合計 21,893 23,817 78,850 17,794 142,354 627 142,981 137,366

減損    - -

正味帳簿価額    142,981 137,366

クレディ・アグリコル内部取

引
        

当座勘定 - - - - - - - -

定期預金および貸出金 31,514 79,090 200,381 105,807 416,792 1,120 417,912 420,505

売戻し条件付買入有価証券 - - - - - - - -

劣後ローン - 5 27 100 132 1 133 294

合計 31,514 79,095 200,408 105,907 416,924 1,121 418,045 420,799

減損    - -

正味帳簿価額    418,045 420,799

合計    561,026 558,165

(1) （預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄の）貯蓄ファンドに係る債権は、貸借対照表上、負債の部に表示さ

れている特別貯蓄勘定から控除される（注記27.2「集中貯蓄」を参照）。

 

注記4　顧客に対する貸出金および債権

 

4.1　顧客に対する貸出金および債権－残存期間別の分析

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計

経過

利息
合計 合計

受取債権 - - - - - - - -

顧客に対するその他の貸出金 654 548 1,571 807 3,580 24 3,604 3,173

売戻し条件付買入有価証券 - - - - - - - -

当座貸越 - - - - - - - 31

減損    - -

正味帳簿価額    3,604 3,204

 

4.2　顧客に対する貸出金および債権－地域別の分析

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

フランス（海外県・海外地域及びコミュニティーを含む。） 3,314 3,024

その他のEU諸国 175 162

その他の欧州諸国 - -

北米 - -

中南米 - -

アフリカおよび中東 91 -
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アジアおよびオセアニア（日本を除く。） - -

日本 - -

未分類および国際機関 - -

元本合計 3,580 3,186

経過利息 24 18

減損 - -

正味帳簿価額 3,604 3,204

 

4.3　顧客に対する貸出金および債権－貸倒懸念債権および減損損失：地域別の分析

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

フランス（海外県・海

外地域及びコミュニ

ティーを含む。）

3,336 - - - - 3,042 - - - -

その他のEU諸国
175

 
- - - - 162 - - - -

その他の欧州諸国 - - - - - - - - - -

北米 - - - - - - - - - -

中南米 - - - - - - - - - -

アフリカおよび中東 93 - - - - - - - - -

アジアおよびオセアニ

ア（日本を除く。）
- - - - - - - - - -

日本 - - - - - - - - - -

未分類および国際機関 - - - - - - - - - -

合計 3,604 - - - - 3,204 - - - -

 

4.4　顧客に対する貸出金および債権－顧客タイプ別の分析

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

個人顧客 - - - - - - - - - -

農家 - - - - - - - - - -

その他の中小企業 - - - - - - - - - -

金融機関 1,498 - - - - 1,678 - - - -

企業 2,106 - - - - 1,526 - - - -

地方自治体 - - - - - - - - - -

その他の顧客 - - - - - - - - - -

合計 3,604 - - - - 3,204 - - - -

 

注記5　売買目的有価証券、短期投資有価証券、長期投資有価証券および中期ポートフォリオ有価証券

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）

売買目的

有価証券
(1)

短期投資

有価証券

中期ポート

フォリオ

有価証券

長期投資

有価証券
合計 合計

政府短期証券および類似証券： - 2,157 - 12,993 15,150 14,265

－うち、残存プレミアム(純額) - 59 - 796 855 926

－うち、残存ディスカウント(純額) - (36) - (82) (118) (110)

経過利息 - 16 - 88 104 92

減損 - (32) - (1) (33) (9)
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正味帳簿価額 - 2,141 - 13,080 15,221 14,348

債券およびその他の利付証券
(2)

： - - - - - -

公的機関による発行 - 6,310 - 5,866 12,176 9,857

その他の発行体 - 11,719 - 106,606 118,325 118,368

－うち、残存プレミアム(純額) - 54 - 61 115 147

－うち、残存ディスカウント(純額) - (163) - (71) (234) (172)

経過利息 - 210 - 987 1,197 924

減損 - (74) - - (74) (35)

正味帳簿価額 - 18,165 - 113,459 131,624 129,114

株式およびその他の持分証券 34 5 - - 39 39

経過利息 - - - - - -

減損 - (1) - - (1) (2)

正味帳簿価額 34 4 - - 38 37

合計 34 20,310 - 126,539 146,883 143,499

見積価額 34 19,964 - 126,511 146,509 143,919

(1) 売買目的の借入有価証券（該当する場合、借入有価証券のうち、貸付有価証券として用いられ「売買目的の貸付有

価証券」に分類変更されたものを含む。）で、貸借対照表上の負債に計上される借入有価証券の価値に相当する債

務からの控除として表示されるものを除く（注記27.1「借入有価証券」を参照）。

(2) うち、劣後債（経過利息を除く。）は2024年12月31日現在、300百万ユーロ（2023年12月31日現在、300百万ユー

ロ）であった。

 

ANC規則第2014-07号に規定されている例外に従って満期前に処分された長期投資有価証券は、2,255百万

ユーロであった。これに対応する損益は、マイナス60百万ユーロであった。

見積価額：

2024年12月31日現在、短期投資有価証券ポートフォリオに係る未実現利益の見積価額は、マイナス459百万

ユーロであった（2023年12月31日現在はマイナス607百万ユーロ）。

短期投資有価証券の見積価額は、直近の市場価額に基づいている。

2024年12月31日現在、長期投資有価証券ポートフォリオに係る未実現損益の見積価額は、マイナス11百万

ユーロであった（2023年12月31日現在はプラス1,990百万ユーロ）。

未実現損益には、長期および短期投資有価証券をヘッジするために使用された金融商品は含まれない。

ヘッジ・デリバティブにより、短期投資有価証券ポートフォリオではプラス178百万ユーロの未実現利益

が、長期投資有価証券ポートフォリオではプラス1,166百万ユーロの未実現利益が発生した。

貸付有価証券に関連する債権は、政府短期証券について352百万ユーロ、債券およびその他の利付証券につ

いては16,475百万ユーロであった。

 

5.1　売買目的有価証券、短期投資有価証券、長期投資有価証券および中期ポートフォリオ有価証券（政府短

期証券を除く。）：取引相手先の主要区分別の内訳

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

政府および中央銀行（中央政府を含む。） 9,269 7,526

信用機関 112,822 111,155

金融機関 1,396 1,617

地方自治体 2,907 2,331

企業、保険会社およびその他の顧客 4,146 5,635

その他の機関および未分類 - -

元本合計 130,540 128,264

経過利息 1,197 924

減損 (75) (37)

正味帳簿価額 131,662 129,151

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 858/1736



5.2　上場および非上場の利付証券および持分証券の内訳

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

債券およ

びその他

の利付

証券

政府短期

証券およ

び類似

証券

株式およ

びその他

の持分

証券

合計

債券およ

びその他

の利付

証券

政府短期

証券およ

び類似

証券

株式およ

びその他

の持分

証券

合計

利付証券および持分証券
(1) 130,501 15,150 39 145,690 128,225 14,265 39 142,529

－うち、上場有価証券 124,149 15,150 - 139,299 121,635 14,265 - 135,900

－うち、非上場有価証券 6,352 - 39 6,391 6,590 - 39 6,629

経過利息 1,197 104 - 1,301 924 92 - 1,016

減損 (74) (33) (1) (108) (35) (9) (2) (46)

正味帳簿価額 131,624 15,221 38 146,883 129,114 14,348 37 143,499

(1) 投資信託の内訳は以下のとおりである。

－フランスの投資信託は34,490百万ユーロ、

－外国の投資信託は3,647百万ユーロ。

 

すべての投資信託の種類別の内訳（2024年12月31日現在）は以下のとおりである。

 

（百万ユーロ） 商品評価額 純資産価額

短期金融投資信託 34 34

債券投資信託 - -

株式投資信託 4 4

その他の投資信託 - -

合計 38 38

 

5.3　政府短期証券、債券およびその他の利付証券：残存期間別の分析

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計
経過利息 合計 合計

債券およびその他の利付証

券
        

総額 10,408 10,644 35,763 73,686 130,501 1,197 131,698 129,149

減損 - - - - - - (74) (35)

正味帳簿価額 10,408 10,644 35,763 73,686 130,501 1,197 131,624 129,114

政府短期証券および類似証

券
        

総額 1,042 353 6,585 7,170 15,150 104 15,254 14,357

減損 - - - - - - (33) (9)

正味帳簿価額 1,042 353 6,585 7,170 15,150 104 15,221 14,348

 

5.4　政府短期証券、債券およびその他の利付証券：地域別の分析

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日 2023年12月31日

残高総額
うち、

貸倒懸念債権
残高総額

うち、

貸倒懸念債権

フランス（海外県・海外地域及び

コミュニティーを含む。）
118,478 - 118,281 -

その他のEU諸国 17,633 - 14,770 -

その他の欧州諸国 1,493 - 1,385 -

北米 4,993 - 5,025 -

中南米 - - - -

アフリカおよび中東 315 - 360 -
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アジアおよびオセアニア（日本を

除く。）
800 - 734 -

日本 1,939 - 1,935 -

元本合計 145,651 - 142,490 -

経過利息 1,301 - 1,016 -

減損 (107) - (44) -

正味帳簿価額 146,845 - 143,462 -

 

注記6　子会社の有価証券および株式投資

 

 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2024年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2024年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2024年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終了

事業年度の

税抜の収益

(2)

2024年12月

31日終了事

業年度の損

益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

帳簿価額がクレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の1％超である投資

1) 銀行業務を行う子会社および関連会社に対する投資（50％超を所有）

BFORBANK

トゥール・

ユーロプラ

ザ、アンド

レ・プロタ

ン通り20番

地 、 92927

パ リ 、 セ

デックス

ユーロ 295 (132) 50 297 278 250 - 26 (108) -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・イタリ

ア

ユニバーシ

タ通り1、

43121 パル

マ、イタリ

ア

ユーロ 1,102 6,187
(1) 78 5,962 5,376 2,433 900 3,022 703 281

クレディ・

ア グ リ コ

ル・エジプ

トSAE

私 書 箱

364、11835

ニューカイ

ロ、エジプ

ト

エ ジ プ

ト ・ ポ

ンド

5,000 4,350
(1) 52 280 123 30 - 9,451 5,142 15

EFLエス・

エー

レグニツァ

通 り 48 番

地 、 C-D

54202 　ヴ

ロツワフ、

ポーランド

ポ ー ラ

ン ド ・

ズロチ

674 432
(1) 100 355 287 1,007 735 403 187 22

クレディ・

ア グ リ コ

ル・ウクラ

イナ

42/4 、 プ

シュキンス

カ 通 り 、

キ ー ウ 、

01004 、 ウ

クライナ

ウ ク ラ

イ ナ ・

フ リ ヴ

ニャ

1,222 4,965
(1) 100 360 - 10 3 8,944 2,793 -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・ポルス

カ・エス・

エー

レグニツァ

通 り 48 番

地 、 C-D

54202 ヴラ

ツ ワ フ 、

ポーランド

ポ ー ラ

ン ド ・

ズロチ

1 1,815
(1) 100 809 764 564 - 29 1 6

クレディ・

ア グ リ コ

ル・コーポ

レート・ア

ンド・イン

ベストメン

ト・バンク

12、合衆国

広 場 、 CS

70052 、

92547 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 7,852 8,618
(1) 97 19,052 19,052 49,327 18 4,922 1,210 167

アムンディ

91-93 、 パ

ストゥール

大 通 り -

イ マ ー ブ

ル・コタン

タ ン 、

75015 パリ

ユーロ 512 4,246
(1) 67 4,231 4,231 1,965 8,675 1,198 1,184 564
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 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2024年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2024年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2024年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終了

事業年度の

税抜の収益

(2)

2024年12月

31日終了事

業年度の損

益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

クレディ・

ア グ リ コ

ル・リーシ

ング・アン

ド・ファク

タリング

12、合衆国

広 場 、 CS

30002 、

92548 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 195 499
(1) 100 839 839 26,964 11,405 339 113 -

クレディ・

ア グ リ コ

ル ・ コ ン

シ ュ ー

マー・フィ

ナンス

1、ヴィク

トル・バッ

シュ通り、

CS

7000191068

マシー、セ

デックス

ユーロ 554 4,094
(1) 100 7,608 7,608 25,527 83 1,584 774 544

LCL

18、レピュ

ブリック通

り 、 69002

リヨン

ユーロ 2,038 3,986
(1) 96 11,847 10,507 32,764 89 3,587 715 639

クレディ・

ア グ リ コ

ル ・ ホ ー

ム・ローン

SFH

12、合衆国

広 場 、

92127 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 550 4
(1) 100 550 550 - - 23 14 13

フォンカリ

ス

12、合衆国

広 場 、

92127 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 225 118
(1) 100 320 320 - 239 48 28 26

コルシカ地

域銀行

1、ナポレ

オン3世通

り 、 BP

308、20193

アジャクシ

オ

ユーロ 99 72 100 99 99 1,887 1 84 11 -

2) 銀行業務を行う関連会社に対する投資（10％から50％を所有）

バンコ・エ

スピリト・

サント

アベニダ・

デ・リベル

タデ 195、

1250 リ ス

ボン、ポル

トガル

ユーロ - - 12 684 - - - - - -

クレディ・

ロジュモン

50、セバス

トポル大通

り 、 75003

パリ

ユーロ 1,260 216
(1) 16 208 208 - - 196 104 16

ケ ス ・

ド ゥ ・ ル

フィナンス

モ ン ・

ドゥ・ラビ

タ

35、ラ・ボ

エ ス ィ 通

り 、 75008

パリ

ユーロ 578 25
(1) 30 179 179 - - 9 4 -

3) その他の子会社および関連会社に対する投資（50％超を所有）

クレディ・

ア グ リ コ

ル・アシュ

ランス

50-56 、 プ

ロセシオン

通 り 、

75015 パリ

ユーロ 1,490 7,205 100 10,516 10,516 1,968 - 1,350 1,249 1,698

クレディ・

ア グ リ コ

ル・キャピ

タル・アン

ヴェスティ

ス モ ン ・

エ・フィナ

ンス

12、合衆国

広 場 、

92127 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 688 467 100 1,346 1,346 - - 1 1 -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・イモビ

リエ

12、合衆国

広 場 、

92545 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 166 150 50 146 146 282 - 28 11 4
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 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2024年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2024年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2024年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終了

事業年度の

税抜の収益

(2)

2024年12月

31日終了事

業年度の損

益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

デルフィナ

ンス

12、合衆国

広 場 、

92127 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 151 (50) 100 171 171 - - - (21) -

エ バ ー グ

リーン・モ

ンルージュ

12、合衆国

広 場 、

92127 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 475 (207) 100 475 475 - 1 77 2 -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・トラン

ジシオン・

エ・エネル

ジ

12、合衆国

広 場 、

92127 モン

ルージュ、

セデックス

ユーロ 330 - 50 170 170 - - 2 (10) -

CACEIS

1-3、ヴァ

ルベール広

場 、 75013

パリ

ユーロ 941 1,563 70 1,771 1,771 1,003 2,852 213 207 260

4) その他の投資（50％未満を所有）

預金・破綻

処理保証基

金

65、ヴィク

トワール通

り 、 75009

パリ

ユーロ - 4 - 494 494   - - -

帳簿価額がクレディ・

アグリコル・エス・

エーの資本金の1％未満

である投資

ユーロ    653 578     35

子会社および株式投資

合計
    69,422 66,088 145,981 25,001 - - 4,290

出資性貸付金および経

過利息
ユーロ    1,766 1,766   - - -

帳簿価額     71,188 67,854 0 0 - - 4,290

(1) 2023事業年度の数値。

(2) 地域銀行以外の子会社の収益である。

 

6.1　株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資

 

株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資は、使用価値の評価に基づき、減損テストの対象と

なった。使用価値は、経営上作成された3年間（2025年度から2027年度）にわたる株式投資ならびに子会社お

よび関連会社に対する投資からの見積将来キャッシュ・フローに、標準的な最終年度の数値に収斂させるた

めに4年目および5年目も推定したものを割り引いて決定されている。予測される財政軌道は、金利とインフ

レの予想される動向を考慮した経済シナリオに基づいている。

2024年は、ディスインフレが広い範囲で継続したこと（世界平均インフレ率は5％、12月には前年比で

4.5％）により金融緩和を開始することが可能になったことが特徴的であった。政策金利は高止まりしたまま

維持されていたが、主要中央銀行は夏に利下げを開始した。ECBはその預金金利を150ベーシス・ポイント引

き下げ（2024年12月には3％、リファイナンス金利は3.15％）、米国連邦準備制度理事会はフェデラル・ファ

ンド・レートの目標を100ベーシス・ポイント引き下げた（2024年12月の上限は4.50％）。これらは、長期金

利によって概ね予想されていた動きであり、特に米国では、長期金利（10年物米国財務省証券）が65ベーシ

ス・ポイント近く（4.60％近くまで）上昇している。ユーロ圏では、成長見通しの低迷および緩やかなイン

フレを背景に、2年物および10年物のスワップ・レートが年間でそれぞれ65ベーシス・ポイントおよび15ベー

シス・ポイント（それぞれ2.20％および2.35％まで）低下した。ソブリン・スプレッドの動向は、経済的お
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よび政治的観点の両方からの経済の相対的なパフォーマンスを反映しており、ドイツでは困難が高まった

が、欧州周縁部ではその政治的安定および／または比較的強い経済成長の恩恵を受けた。ドイツ国債（ドイ

ツ10年物）の金利は、年間で30ベーシス・ポイント上昇したが（2.35％に上昇。すなわち、2023年12月末時

点の10年物スワップ・レートはこれより50ベーシス・ポイント近く低かった。）、欧州周縁部のスプレッド

は縮小した。2024年度末時点で、スペイン、イタリアおよびフランスの10年物金利の対ドイツ国債スプレッ

ドは、それぞれ約120ベーシス・ポイント、70ベーシス・ポイントおよび80ベーシス・ポイント（すなわち、

年間でマイナス25ベーシス・ポイント、マイナス50ベーシス・ポイントおよびプラス30ベーシス・ポイント

の変動）であった。

新政権が講じる措置の範囲および時期に関する仮定が公表されたことで、米国では、経済の回復力だけで

なく、インフレ率の上昇、緩やかな金融緩和および長期金利の上昇圧力が予想されている。米国連邦準備制

度理事会は、2024年に合計100ベーシス・ポイントの利下げを行っており、2025年上半期には、合計50ベーシ

ス・ポイントの追加緩和を行いフェデラル・ファンド・レート（目標範囲の上限）を4.00％まで引き下げた

後に、長期の休止を予想されている。ユーロ圏では、成長の低迷が予想される。インフレ率は目標に沿って

おり、景気後退も見えないことから、ECBは、政策金利を通じて緩やかな緩和を継続する一方、量的引締めを

延長すると予想される。ECBは、2024年に25ベーシス・ポイントの引下げを4回実施しており、1月、3月およ

び4月の会合で25ベーシス・ポイントの利下げを実施した後に、預金金利を中立金利の推定値（2.50％）をわ

ずかに下回る2.25％で維持するものと予想されている。

すべてが米国における長期金利上昇のシナリオを示唆している。経済シナリオ（成長の限定的な鈍化およ

び期初に集中したインフレの緩和）および緩やかな金融緩和とそれに続く早期の休止を考慮すると、金利

（10年物米国財務省証券）は、2025年末には4.50％に近づくと予想される。ユーロ圏でも、市場の過度に大

胆な金融緩和への期待が修正されてスワップ・レートが上昇する可能性、ECBのバランスシートの縮小（量的

引締め）に伴う政府債の量の増加、依然として高い国内の純発行量、および米国の金利上昇が欧州の同等の

金利にも波及することなど、複数の要因がソブリン金利上昇のシナリオをもたらしている。かかるシナリオ

では、10年物スワップ・レート2.25％に対して、ドイツ、フランスおよびイタリアの10年物金利は2025年末

にそれぞれ2.55％、3.15％および3.55％になると予測している。

減損テストを実施するため、2024年12月31日現在におけるリスク加重資産に対する持続成長率、割引率お

よびCET1資本配分率の事業部門別の分布は下表のとおりである。

 

2024年度  

（クレディ・アグリコル・エス・エーの事業部

門）
持続成長率 割引率 資本配分率

フランス国内リテール・バンキング－LCL 2.0％ 7.7％ 10.67％

国際リテール・バンキング－イタリア 2.0％ 9.3％ 10.36％

国際リテール・バンキング－その他 4.0％ 18.75％ 8.50％

専門金融サービス 2.0％ 7.7％から9.9％ 10.21％から10.58％

資産収集 2.0％ 7.7％から8.6％

9.98％から10.32％

ソルベンシー・マージ

ンの80％（保険）

大口顧客 2.0％ 8.2％から9.6％ 9.98％から10.55％

 

割引率は、15年間の月次平均をもとに決定される。2024年度末現在、割引率の水準は、前事業年度と比較

して、約10ベーシス・ポイントから20ベーシス・ポイントの小幅な低下を示している。

2024年12月31日現在の持続成長率は、国際リテール・バンキング－その他（2023年度現在の5％に対して

4％）を除き、2023年12月31日現在から変化がないままであった。

 

6.2　株式投資の見積価額ならびに子会社および関連会社に対する投資

 

 2024年12月31日 2023年12月31日
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（百万ユーロ） 帳簿価額 見積価額
(1) 帳簿価額 見積価額

(1)

子会社および関連会社に対する投資

非上場有価証券 63,054 99,120 62,597 87,287

上場有価証券 4,511 12,197 4,511 12,995

出資性貸付金 1,756 1,760 1,069 1,089

経過利息 5 5 19 19

減損 (2,645) - (3,073) -

正味帳簿価額 66,681 113,082 65,123 101,390

株式投資およびその他の長期株式投資

株式投資

非上場有価証券 1,357 1,022 1,488 1,206

上場有価証券 - - 81 82

出資性貸付金 10 10 10 10

経過利息 - - - -

減損 (689) - (693) -

株式投資の小計 678 1,032 886 1,298

その他の長期株式投資     

非上場有価証券 495 498 438 441

上場有価証券 - - - -

出資性貸付金 - - - -

経過利息 - - - -

減損 - - - -

その他の長期株式投資の小計 495 498 438 441

正味帳簿価額 1,173 1,530 1,324 1,739

株式投資合計 67,854 114,612 66,447 103,129

(1) 見積価額は、有価証券の使用価値に基づいて算定されており、使用価値は必ずしも市場価額ではない。

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ） 帳簿価額 見積価額 帳簿価額 見積価額

総額合計     

非上場有価証券 64,906  64,523  

上場有価証券 4,511  4,592  

合計 69,417  69,115  

 

注記7　固定資産の変動

 

金融投資

 

（百万ユーロ）

2024年

1月1日

増加

(取得)

減少

(処分および償還)

その他の

変動
(1)

2024年

12月31日

子会社および関連会社に対する投資      

総額 67,108 471 (14) - 67,565

出資性貸付金 1,069 993 (306) - 1,756

経過利息 19 - (14) - 5

減損 (3,073) (72) 500 - (2,645)

正味帳簿価額 65,123 1,392 166 - 66,681

株式投資およびその他の長期株式投資      

株式投資      

総額 1,569 3 (215) - 1,357

出資性貸付金 10 - - - 10

経過利息 - - - - -

減損 (693) - 4 - (689)

株式投資の小計 886 3 (211) - 678

その他の長期株式投資      

総額 438 57 - - 495
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出資性貸付金 - - - - -

経過利息 - - - - -

減損 - - - - -

その他の長期株式投資の小計 438 57 - - 495

正味帳簿価額 1,324 60 (211) - 1,173

合計 66,447 1,452 (45) - 67,854

(1) 「その他の変動」は、特に外貨建て固定資産の価値への外国為替レートの変動による影響を含む。

 

有形固定資産および無形資産

 

（百万ユーロ）

2024年

1月1日

増加

(取得)

減少

(処分および償還) その他の変動
(1) 2024年

12月31日

有形固定資産      

総額 136 - - - 136

減価償却費、償却費および減損 (24) - - - (24)

有形固定資産に係る技術的合併差損      

総額 - - - - -

減価償却費、償却費および減損 - - - - -

正味帳簿価額 112 - - - 112

無形資産      

総額 152 15 (2) - 165

減価償却費、償却費および減損 (112) (11) - - (123)

無形資産に係る技術的合併差損      

総額 - - - - -

減価償却費、償却費および減損 - - - - -

正味帳簿価額 40 4 (2) - 42

合計 152 4 (2) - 154

(1) 「その他の変動」は、特に外貨建て固定資産の価値への外国為替レートの変動による影響を含む。

 

注記8　自己株式

 

 2024年12月31日 2023年12月31日  

（百万ユーロ） 売買目的有価証券 投資有価証券 固定資産 合計 合計

株式数 1,118,612 - 15,128,677 16,247,289 23,559,181

帳簿価額 15 - 208 223 276

市場価額 15 - 201 216 303

 

株式1株当たりの額面金額：3.00ユーロ

 

注記9　未収収益、前払金およびその他の資産

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

その他の資産
(1)   

買建金融オプション 3 4

棚卸資産およびその他 - -

その他の債権
(2) 12,031 16,897

持続可能な開発(LDD)貯蓄口座証券の集合的管理 - -

決済勘定 - -

正味帳簿価額 12,034 16,901

未払費用および繰延収益   

未達項目 7,172 6,140

調整勘定および仮勘定 3,954 5,830

金融商品に係る未実現損失および繰延損失 - -
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前払費用 1,717 1,253

先渡金融商品に係るコミットメントの未収収益 5,653 4,995

その他の未収収益
(3) 562 442

繰延費用 524 509

その他の未払費用および繰延収益 24 16

正味帳簿価額 19,606 19,185

合計 31,640 36,086

(1) 経過利息を含む金額である。

(2) 2024年12月31日現在、単一破綻処理基金について保証預託金の形で認識されている94.16百万ユーロ（2023年12月31

日現在は93.92百万ユーロ）を含む。

(3) （預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄の）貯蓄ファンドに係る債権は、貸借対照表上、負債の部の特別貯

蓄勘定に付随する負債から控除される（注記27.2「集中貯蓄」を参照）。

 

なお、金融の安定を維持することを目的としている欧州規制の枠組みは、金融機関および投資会社の再建

および破綻処理のための枠組みを定める2014年5月15日付の指令第2014/59/EU号により補足されている。2014

年7月15日付の規則（EU）第806/2014号により、関連機関のための単一破綻処理メカニズム（SRM）の資金調

達制度が定められた。

保証預託金は、規則（EU）第806/2014号第70条第3項に規定される取消不能の支払コミットメントに対する

求償権を有する機関への保証に対応するものであり、当該規則において、かかるコミットメントの割合は、

同条に従って調達された拠出金合計額の30％を超えてはならないと規定されている。

2024事業年度に関し、取消不能の支払コミットメントの形を取る拠出金の額は242,347ユーロ、営業費用

（本財務書類の注記34を参照。）において手数料の形で支払われた金額は834,751ユーロであった。

2014年12月19日付の施行規則（EU）第2015/81号に従い、破綻処理措置により規則（EU）第806/2014号第76

条に基づく当該基金の介入が要求される場合、単一破綻処理委員会は、規則（EU）第806/2014号に従ってな

された取消不能の支払コミットメントの全部または一部について、上記の規則（EU）第806/2014号第70条3項

において定められた上限の範囲内で単一破綻処理委員会が設定した、当該基金の利用可能財源の範囲内で取

消不能の支払コミットメントの割合を変更するように要求する。

これらのコミットメントに伴う保証は、要求された取消不能の支払コミットメントに係る拠出金を当該基

金が適式に受領した後、2014年12月19日付の規則（EU）第2015/81号第3条に従い戻される。当行グループ

は、上記のメカニズムに関連して、予測可能な将来にユーロ圏において当行グループへの追加的な要求を必

要とする破綻処理措置が実施されることは予想しておらず、また、銀行認可の喪失または取消も予想してい

ない。

さらに、この保証預託金は、金融機関の資産においてその他の債権に分類されており、前事業年度と比較

して変動はなく、当行グループと単一破綻処理委員会との間で合意された取消不能の支払コミットメントお

よび保証メカニズムに関する合意に従って支払われる。

 

注記10　資産から控除された減損損失累計額

 

（百万ユーロ）

2024年

1月1日

現在残高

減損額
戻入および

取崩額
増価

その他の

変動

2024年

12月31日

現在残高

銀行間および類似項目 10 33 (9) - - 34

顧客に対する貸出金および債権 - - - - - -

有価証券取引 37 111 (73) - - 75

固定資産 3,766 73 (505) - - 3,334

その他の資産 162 - - - (1) 161

合計 3,975 217 (587) - (1) 3,604

 

注記11　金融機関に対する債務－残存期間別の分析
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 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超 元本合計 経過利息 合計 合計

金融機関         

預金および借入金：         

－要求払 10,287 - - - 10,287 10 10,297 8,413

－定期 23,479 38,155 68,360 88,907 218,901 1,511 220,412 240,265

受入担保有価証券 - - - - - - - -

買戻し条件付売却有価証券 12,200 - 4,114 - 16,314 21 16,335 13,048

帳簿価額 45,966 38,155 72,474 88,907 245,502 1,542 247,044 261,726

クレディ・アグリコル内部取引         

当座勘定 16,881 - - - 16,881 - 16,881 26,108

定期預金および借入金 2,115 6,616 56,274 6,261 71,266 353 71,619 64,624

買戻し条件付売却有価証券 - - - - - - - -

帳簿価額 18,996 6,616 56,274 6,261 88,147 353 88,500 90,732

合計 64,962 44,771 128,748 95,168 333,649 1,895 335,544 352,458

 

注記12　顧客に対する債務

 

12.1　顧客に対する債務－残存期間別の分析

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超 元本合計 経過利息 合計 合計

当座勘定－貸方 - - - - - - - 316

特別貯蓄預金
(1)

： 208,489 5,654 5,474 1,241 220,858 (27) 220,831 228,983

－要求払 138,313 - - - 138,313 (27) 138,286 134,960

－定期 70,176 5,654 5,474 1,241 82,545 - 82,545 94,023

顧客に対するその他の債務 4,824 369 3,031 4,938 13,162 84 13,246 8,521

－要求払 3,244 - - - 3,244 - 3,244 674

－定期 1,580 369 3,031 4,938 9,918 84 10,002 7,847

受入担保有価証券 115 - - - 115 - 115 123

帳簿価額 213,428 6,023 8,505 6,179 234,135 57 234,192 237,943

(1) 特別貯蓄預金は、（預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄について）貯蓄ファンドに係る債権の相殺後で表

示される（注記27.2「集中貯蓄」参照）。

 

12.2　顧客に対する債務－地域別の分析

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

フランス（海外県・海外地域及びコミュニティーを含む。） 229,872 233,812

その他のEU諸国 2,524 2,426

その他の欧州諸国 1,739 1,658

北米 - -

中南米 - -

アフリカおよび中東 - -

アジアおよびオセアニア（日本を除く。） - -

日本 - -

未分類および国際機関 - -

元本合計 234,135 237,896

経過利息 57 47

帳簿価額 234,192 237,943
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12.3　顧客に対する債務－顧客タイプ別の分析

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

個人顧客 185,344 192,223

農家 12,707 13,870

その他の中小企業 18,032 18,298

金融機関 10,645 6,352

企業 963 1,031

地方自治体 1,170 1,073

その他の顧客 5,274 5,049

元本合計 234,135 237,896

経過利息 57 47

帳簿価額 234,192 237,943

 

注記13　債務証券

 

13.1　債務証券－残存期間別の分析

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計

経過

利息
合計 合計

利付証券 - - - - - - - -

短期金融証券 670 106 2,114 2,214 5,104 85 5,189 5,194

譲渡性債務証券
(1) 21,376 7,454 - 30 28,860 361 29,221 26,534

債券 2,810 5,815 48,152 32,916 89,693 1,250 90,943 79,719

その他の債務証券 1,000 5,844 21,563 8,345 36,752 376 37,128 32,187

帳簿価額 25,856 19,219 71,829 43,505 160,409 2,072 162,481 143,634

(1) このうち、11,857百万ユーロは、2024年12月31日現在海外で発行されている（2023年12月31日現在は9,195百万ユー

ロ）。

 

13.2　債券（発行通貨別）

 

（百万ユーロ）

2024年12月31日
2023年

12月31日

残存期間

残高 残高
1年以内

1年超

5年以内
5年超

ユーロ 7,384 35,184 30,055 72,623 65,689

固定金利 5,398 33,227 27,137 65,762 59,574

変動金利 1,986 1,957 2,918 6,861 6,115

欧州連合諸国のその他の通貨 - - - - -

固定金利 - - - - -

変動金利 - - - - -

ドル 744 5,540 1,493 7,777 6,034

固定金利 744 4,480 1,493 6,717 5,581

変動金利 - 1,060 - 1,060 453

日本円 244 1,885 111 2,240 1,712

固定金利 244 1,885 111 2,240 1,712

変動金利 - - - - -

その他の通貨 253 5,543 1,257 7,053 5,517

固定金利 253 4,585 1,257 6,095 4,919

変動金利 - 958 - 958 598
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元本合計 8,625 48,152 32,916 89,693 78,952

固定金利 6,639 44,177 29,998 80,814 71,786

変動金利 1,986 3,975 2,918 8,879 7,166

経過利息 - - - 1,250 767

帳簿価額 8,625 48,152 32,916 90,943 79,719

 

注記14　未払費用、繰延収益およびその他の負債

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

その他の負債
(1)   

相手方との取引（売買目的有価証券） - -

株式貸借取引に関連する負債
(2) - -

売建金融オプション - -

決済・取引勘定 - -

その他の債務 2,512 3,542

有価証券に対する未払金 23 48

帳簿価額 2,535 3,590

未払費用および繰延収益   

未達項目 8,128 8,468

調整勘定および仮勘定 3,563 7,333

金融商品に係る未実現利益および繰延利益 - -

前受収益 1,871 1,439

先渡金融商品に係るコミットメントの未払費用 5,232 5,270

その他の未払費用 1,017 820

その他の未払費用および繰延収益 63 240

帳簿価額 19,874 23,570

合計 22,409 27,160

(1) 経過利息を含む金額である。

(2) 借入有価証券に関連する債務は、売買目的の借入有価証券（該当する場合、貸付有価証券として用いられ「売買目

的の貸付有価証券」に分類変更された借入有価証券を含む。）を控除して表示されている（注記27.1「借入有価証

券」を参照）。

 

注記15　引当金

 

（百万ユーロ）

2024年
1月1日
現在残高

繰入額 取崩額
未使用

戻入額

その他
の変動

2024年
12月31日
現在残高

従業員退職給付および類似給付に対す

る引当金
226 7 (4) - (14) 215

その他の雇用関連のコミットメントに

対する引当金
3 1 - - - 4

融資コミットメントの実行リスクに対

する引当金
56 3 - (1) (53) 5

税金訴訟に対する引当金
(1) 12 4 - (2) - 14

その他の訴訟に対する引当金 6 - - (5) 53 54

カントリー・リスクに対する引当金 - - - - - -

信用リスクに対する引当金
(2) 27 20 - - - 47

リストラクチャリングに対する引当金 - - - - - -

納税引当金
(3) 545 228 - (37) - 736

株式投資に対する引当金 - - - - - -

業務リスクに対する引当金 - - - - - -

住宅購入貯蓄制度の不均衡リスクに対

する引当金
19 2 - (2) - 19

その他の引当金
(4) 95 321 (2) (132) 1 283

帳簿価額 989 586 (6) (179) (13) 1,377

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 869/1736



(1) 既に通知された税額更正に関する引当金。

(2) かかる引当金は、主にバーゼルのモデルから算出される見積りに基づき集合的に引当られている。

(3) 主に、連結納税制度による子会社の税金負債からなる。

(4) 経済的利益集団への投資リスクに対する引当金を含む。

 

外国資産管理室（OFAC）

2015年10月、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポ

レート・アンド・インベストメント・バンク（以下「クレディ・アグリコル・CIB」という。）は、米国経済

制裁の対象国との多数の米ドル建て取引に関する調査について米国連邦当局およびニューヨーク州当局と合

意した。この合意の対象となる事象は、2003年から2008年までに行われた。

米国連邦当局およびニューヨーク州当局の調査に協力していたクレディ・アグリコル・CIBおよびクレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、787.3百万米ドル（すなわち692.7百万ユーロ）の罰金を支払うことに同

意した。この罰金は既存の準備金から支払われたため、2015年度下半期の会計には影響していない。

米国連邦準備制度理事会（連邦準備銀行）およびニューヨーク州金融サービス局（以下「NYDFS」とい

う。）との合意は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが行った。米国財

務省の外国資産管理室（OFAC）との合意は、クレディ・アグリコル・CIBが行った。またクレディ・アグリコ

ル・CIBは、コロンビア特別区連邦検事局（以下「USAO」という。）およびニューヨーク郡地方検事局（以下

「DANY」という。）と、それぞれ3年の訴追延期合意（以下「DPA」という。）も締結した。2018年10月19

日、USAOおよびDANYとの2件の訴追延期合意は3年の期間が満了し、クレディ・アグリコル・CIBはDPAに基づ

くすべての義務を履行した。

クレディ・アグリコルは、国際制裁に係る法律に関する内部手続およびその遵守プログラムを引き続き強

化し、米国連邦当局およびニューヨーク州当局と、本国の規制当局である欧州中央銀行およびフランスの金

融健全性規制監督・破綻処理機構（ACPR）と、ならびに世界ネットワークにおける他の規制当局と、今後も

十分に協力していく。

NYDFSおよび米国連邦準備銀行との間で締結された合意に従い、クレディ・アグリコルの遵守プログラム

は、その有効性を評価するため定期的に審査を受ける。この審査には、NYDFSから1年の任期で任命される外

部コンサルタントによる審査、および米国連邦準備銀行の承認を受けた外部コンサルタントによる年1回の審

査が含まれる。

 

EURIBOR／LIBORおよびその他の指数

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIBは、多くの銀行間

金利に寄与する者として、複数の当局より情報提供の要請を受けている。これは、(ⅰ)多くの通貨における

LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）、EURIBOR（欧州銀行間取引金利）およびその他特定の市場指数の計算、

ならびに(ⅱ)これらの金利および指標に関連する取引についての調査の一環である。これらの要請は、2005

年から2012年までの複数の期間にわたっている。

当局に対する協力の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・

アグリコル・CIBは、議論の相手であった様々な当局、特に米国の当局－DOJ（司法省）およびCFTC（商品先

物取引委員会）－に要請された情報を収集するための調査を行った。それ以来、これらの当局からクレ

ディ・アグリコル・エス・エーまたはクレディ・アグリコル・CIBに対する要請はない。

さらに、クレディ・アグリコル・CIBは現在、LiborおよびEuriborの両方について、フロリダ州検事総長に

よる調査を受けている。それ以降、当該当局からクレディ・アグリコル・CIBに対する要請はない。

調査および和解手続の不調を経て、欧州委員会は2014年5月21日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよ

びクレディ・アグリコル・CIBに対し、Euriborに関するデリバティブの競争を阻止、制限または歪曲する目

的および／もしくは効果を有する合意または協調行動について、異議申立書を送達した。

2016年12月7日付の決定において、欧州委員会は、ユーロ建て金利デリバティブのカルテルに参加したとし

て、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに合わせて114,654,000ユーロの
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制裁金を科した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に異議

を申し立て、欧州一般裁判所に対して決定の無効を訴えた。2023年12月20日、同裁判所は、クレディ・アグ

リコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに対する制裁金を110百万ユーロに減額し、申し立て

られた行為の一部を棄却する判決を下したが、決定の無効を訴えた主張の根拠のほとんどを退けた。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に対して2024年3月19日に欧

州司法裁判所に上訴した。欧州委員会もまた、欧州一般裁判所の決定の取消しを求める上訴を行った。

 

SSA債

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、米ドル建てSSA債（国際機関

債、準ソブリンおよび政府機関債）の流通市場取引に関与した複数の銀行の活動についての調査に関連し

て、複数の規制当局から情報提供の要請を受けた。クレディ・アグリコル・CIBは、これらの規制当局への協

力を通じて、要請された情報を収集するための内部調査を実施した。2018年12月20日、欧州委員会は、米ド

ル建てSSA債の流通市場取引における欧州競争法違反の疑いに関する調査に含まれた、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBを含む複数の銀行に対して、異議告知書を送付した。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、かかる異議について認識し、2019年3

月29日に回答を送付し、2019年7月10日および11日に口頭審理を受けた。

2021年4月28日付の決定で、欧州委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBに、米ドル建てSSA債の流通市場取引においてカルテルに参加したとして、合わせて3,993,000ユー

ロの制裁金を科した。2021年7月7日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIB

は、この決定を不服として、欧州一般裁判所に提訴した。同裁判所は当該提訴を2024年11月6日に棄却した。

クレディ・アグリコル・CIBは、他行と共に、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所における暫定

的併合集団訴訟の当事者となった。当該訴訟は、原告が当事者適格を得るのに十分な損害の申立てをするこ

とができなかったという理由により、2018年8月29日に却下された。しかしながら、原告は、かかる瑕疵の是

正を試みる機会が与えられた。原告は、2018年11月7日に修正訴状を提出した。クレディ・アグリコル・CIB

は、他の被告と同様に、当該修正訴状の却下の申立てを行った。2019年9月30日、クレディ・アグリコル・

CIBに対する訴訟は、ニューヨーク州裁判所の管轄ではないことを理由に却下され、その後の判決で、裁判所

は、原告はいずれにせよ米国反トラスト法違反を立証できなかったと判断した。2020年6月、原告はかかる2

件の判断に対し控訴した。2021年7月19日、連邦第2巡回区控訴裁判所は、原告が米国反トラスト法違反を立

証していないとする当該裁判所の立場を支持した。原告がこの決定に対して米国最高裁判所に不服申立てを

行う期限は、原告がこの点について上訴しないまま2021年12月2日に経過した。その後、原告は、第一審裁判

所の裁判官が訴訟の開始時に利益相反を明らかにしていなかったことを理由に、第一審裁判所の判決を取り

消すための申立てを行う承認を求めた。本件は、この申立てを審査するために新しい裁判官に割り当てら

れ、かかる新しい裁判官は、本件に関する見解を提出するよう両当事者に命じた。2022年10月3日、かかる裁

判官であるヴァレリ・カプロニ地方裁判所裁判官は意見書を公表し、判決を無効にするという原告の申立て

を却下し、裁判所書記官に本件を終結させるように指示した。原告はカプロニ裁判官の決定に上訴しなかっ

た。

2019年2月7日、クレディ・アグリコル・CIBおよび係属中の集団訴訟の被告に対して、別の集団訴訟が

ニューヨーク州南部地区連邦裁判所に提起された。2020年7月、原告は当該訴訟を自主的に取り下げた。

2018年7月11日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他の銀行と共

にカナダのオンタリオ州最高裁判所に提起された集団訴訟について通知を受けた。また、カナダ連邦裁判所

に新たな集団訴訟が提起された。オンタリオ州最高裁判所に提起された訴訟は、2020年2月19日に却下され

た。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、連邦裁判所での手続を終了さ

せることで原則的に合意した。最終的な合意は、2024年11月15日に連邦裁判所によって承認された。
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オサリバンおよびタベラ

2017年11月9日、イラクにおけるテロ攻撃によって負傷しまたは殺害されたと主張する人々（またはその家

族もしくは遺産管理人）が、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所に対し、クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

（クレディ・アグリコル・CIB）を含む複数の銀行に対する訴状を提出した（「オサリバンⅠ」事件）。

2018年12月29日、同じ個人集団が、57名の新たな原告を加えて、同じ被告に対して別の訴状を提出した

（「オサリバンⅡ」事件）。

2018年12月21日、別の個人集団が、同じ被告に対して訴状を提出した（「タベラ」事件）。

かかる3件の訴状は、クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被

告が、イランおよびその代表者と共謀して米国の制裁に違反し、米国の反テロリズム法およびテロ支援者制

裁法に反してイランの企業と取引を行った、と主張して損害賠償を求めているが、その金額は明らかにして

いない。

「オサリバンⅠ」事件では、裁判所は2019年3月28日に訴状を却下し、2020年2月25日に原告の訴状修正の

申立てを却下し、2021年6月29日に原告による控訴を認める終局判決を求める原告の申立てを却下した。2023

年11月9日、裁判所は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが当事者では

ない3件の米国反テロリズム法関連訴訟（フリーマン対HSBCホールディングスPLC（第14-cv-6601号事件

（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅠ」事件）、フリーマン対HSBCホールディン

グスplc（第18-cv-7359号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅡ」事件）およ

びスティーブンス対HSBCホールディングスplc（第18-cv-7439号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判

所）））の特定の申立ての判決が出るまで、手続を保留した。

「オサリバンⅡ」事件は、2023年12月20日以降、「オサリバンⅠ」事件の判決が出るまで保留されてい

る。

「タベラ」事件も、2024年10月17日以降、「フリーマンⅠ」、「フリーマンⅡ」および「スティーブン

ス」事件の特定の申立ての判決が出るまで保留されている。

 

注記16　住宅購入貯蓄

 

貯蓄期間中に住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度により預け入れられた預金

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 9,418 8,647

4年から10年 33,310 41,946

10年超 33,696 36,994

住宅購入貯蓄制度合計 76,424 87,587

住宅購入貯蓄勘定(HPSP)合計 12,628 12,512

住宅購入貯蓄制度における顧客資産合計 89,052 100,099

 

年限はANC規則第2014-07号に従って決定される。

顧客資産は、政府補助金を除いた預金である。

 

住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度で付与された貸出金残高

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

住宅購入貯蓄制度 - -

住宅購入貯蓄勘定 - -

住宅購入貯蓄制度で付与された貸出金合計 - -

 

住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度に対する引当金

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日
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住宅購入貯蓄制度   

4年未満 - -

4年から10年 - -

10年超 19 19

住宅購入貯蓄制度合計 19 19

住宅購入貯蓄勘定(HPSP)合計 1 -

住宅購入貯蓄契約に対する引当金合計 20 19

 

住宅購入貯蓄制度は以下の3つの要素で構成される。

・住宅購入貯蓄制度（以下「HPSP」という。）の保有者に、あらかじめ設定された金利条件で投資を延長

できるオプションが付された貯蓄要素

・あらかじめ設定された金利条件下で将来行われる可能性のある、HPSPおよび住宅購入貯蓄勘定（以下

「HPSA」という。）による貸出金に伴うコミットメント要素

・既に実行されているが、実行時点で市場金利と同じではない金利条件で実行された可能性のあるHPSPお

よびHPSAの貸出金に関連する信用要素

2024年12月31日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、住宅購入貯蓄制度（HPSP）の金額を2024年6月30

日現在の水準、すなわち20.1百万ユーロで凍結することを決定した。

HPSP/HPSA契約に基づく権利を利用できる顧客オプションにより、低金利で融資を受けることが可能にな

る。かかるオプションは2022年以前はごくわずかしか利用されておらず、2023年の歴史的な金利上昇による

不動産市場の混乱のため、未だ顧客による利用はほとんどない。不動産市場の最近の安定化により、HPSPお

よびHPSAの貯蓄口座設定金利係数の将来の水準について不確実性が高まっている。評価作業は開始されてお

り、現在も進行中である。

予防措置として、引当金の水準は2024年12月31日現在で凍結された。

コミットメント要素の引当金の計算では、専門家の意見に従って設定された2.5％、2％、1.5％および1％

のHPSPの組成率のパラメータ、すなわち四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数およびHPSP契約の枠内で供与さ

れた貸出金の割合が考慮される。これらのパラメータは、当行の利用可能な実績に基づく専門家の評価が現

在の状況を反映しない場合に限り、専門家の意見に基づき設定されている。

四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数が0.1％増加すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・

アグリコル・エス・エーの引当金は0％増加する。HPSP契約に基づいて付与された貸出金の割合が0.1％増加

すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・アグリコル・エス・エーの引当金は0％減少する。

なお、現在のモデルに従って住宅購入貯蓄制度の引当金の計算を更新した場合、平均年間金利が50ベーシ

ス・ポイント近く低下したことに伴い、引当金額の49％が自動的に追加されることになる。
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注記17　雇用関連へのコミットメント－退職後給付、確定給付制度

 

数理計算上の負債の変動

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

期首現在の数理計算上の負債 223 198

当期中の勤務費用 8 5

金融費用 7 7

従業員の拠出 - -

給付制度の変更、撤廃および清算 - -

範囲の変更 - 1

退職慰労金 - -

給付支払額（強制） (21) (7)

数理計算上の（利益）／損失 (4) 19

その他の変動 - -

報告日現在の数理計算上の負債 213 223

 

損益計算書に認識された費用の内訳

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

勤務費用 8 6

金融費用 6 7

資産に係る期待収益 (5) (7)

過去勤務費用 - -

数理計算上の（利益）／損失純額 (6) 23

制度の撤廃および清算による（利益）／損失 - -

資産制限の変更による（利益）／損失 - -

損益計算書に認識された費用純額 3 29

 

制度資産の公正価値の変動

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

期首現在の資産／補填の権利の公正価値 200 189

資産に係る期待収益 6 7

数理計算上の（利益）／損失 2 (4)

雇用主の拠出 - 14

従業員の拠出 - -

給付制度の変更、撤廃および清算 - -

範囲の変更 - 1

退職慰労金 - -

給付制度に基づき支払われる給付金額 (21) (7)

その他の変動 - -

報告日現在の資産／補填の権利の公正価値 187 200

 

引当金の変動

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

報告日現在の数理計算上の負債 (213) (223)

資産制限による影響 - -

期末現在の資産の公正価値 187 200

報告日現在の（負債）／資産の正味ポジション (26) (23)

 

制度資産に係る利回り

2024年における制度資産に係る実効利回りは4.02％であった。

 

使用された数理計算上の仮定
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2024年12月31日現在、感応度は以下のとおりである。

・割引率が50ベーシス・ポイント上昇することで、IFCにおいて3.98％、年金第39条において1.33％、コ

ミットメントが減少する。

・割引率が50ベーシス・ポイント低下することで、IFCにおいて4.27％、年金第39条において1.38％、コ

ミットメントが増加する。

 

注記18　劣後債務：残存期間別分析

 

 2024年12月31日
2023年

12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超 元本合計 経過利息 合計 合計

期限付劣後債務 2,012 3,874 12,341 6,494 24,721 328 25,049 22,077

ユーロ 567 3,541 7,927 1,745 13,780 153 13,933 13,544

欧州連合加盟国のその他の通貨 - - - - - - - -

スイス・フラン - 127 - - 127 1 128 130

米ドル 1,445 - 1,204 4,094 6,743 121 6,864 5,052

日本円 - 206 636 88 930 4 934 812

その他の通貨 - - 2,574 567 3,141 49 3,190 2,539

利益参加型有価証券・ローン - - - - - - - -

その他の期限付劣後ローン - - - - - - - -

期限の定めのない劣後債務
(1) - - - 7,466 7,466 11 7,477 7,585

ユーロ - - - 3,250 3,250 5 3,255 2,003

欧州連合加盟国のその他の通貨 - - - - - - - -

スイス・フラン - - - - - - - -

米ドル - - - 3,613 3,613 5 3,618 5,006

日本円 - - - - - - - -

その他の通貨 - - - 603 603 1 604 576

地区金庫の自己資金投資 - - - - - - - -

相互保証預託金 - - - - - - - -

帳簿価額 2,012 3,874 12,341 13,960 32,187 339 32,526 29,662

(1) 期限の定めのない劣後債務の残存期間は5年超に含まれている。

 

劣後債務に関連する費用は、2023年12月31日現在の1,193百万ユーロに対し、2024年12月31日現在は1,309

百万ユーロであった。

 

注記19　株主持分の変動（利益処分前）

 

株主持分の変動

（百万ユーロ）

株主持分

資本金
法定準備

金
積立金

資本剰余

金、その

他の準備

金および

利益剰余

金

為替差額

金および

再評価差

額金

法定引当

金および

投資助成

金

純利益
株主持分

合計

2022年12月31日現在の残高 9,128 934 341 40,551  8 5,233 56,195

2022年度に関して支払われた配

当金
- - - (3,176) - - - (3,176)

資本金の変動 30 - - - - - - 30

資本剰余金および準備金の変動 - - - 40 - - - 40

親会社の2022年度純利益処分額 - - - 5,233 - - (5,233) -

利益剰余金 - - - - - - - -

2023年度純利益／（損失） - - - - - - 3,106 3,106

その他の変動 - - - - - (3) - (3)
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2023年12月31日現在の残高 9,158 934 341 42,648 5 3,106 56,192

2023年度に関して支払われた配

当金
- - - (3,177) - - - (3,177)

資本金の変動 (35) - - - - - - (35)

資本剰余金および準備金の変動 - - - (119) - - - (119)

親会社の2023年度純利益処分額 - - - 3,106 - - (3,106) -

利益剰余金 - - - - - - - -

2024年度純利益／（損失） - - - - - - 3,473 3,473

その他の変動 - - - (1) - (3) - (4)

2024年12月31日現在の残高 9,123 934 341 42,457 - 2 3,473 56,330

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが支払った配当金は、236千ユーロの自己株式配当を控除後でマイナス

3,177百万ユーロであった。

2024年3月6日に80百万ユーロの減資および2024年8月29日に45.4百万ユーロの従業員割当増資を行った。

 

注記20　株主持分構成

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

株主持分合計（FRBGは除く） 56,330 56,192

一般銀行業務リスク引当金 1,539 1,435

株主持分合計 57,869 57,627

 

さらに、劣後債務および株式投資は、2023年12月31日現在の29,662百万ユーロに対し、2024年12月31日現

在は32,526百万ユーロであった。

 

注記21　子会社および関連会社との取引ならびに株式投資

 

 子会社および関連会社との取引ならびに株式投資

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

貸出金および債権 662,295 660,255

信用機関およびその他の金融機関 559,416 557,780

顧客 3,511 3,170

債券およびその他の利付証券 99,368 99,305

負債 316,925 318,929

信用機関およびその他の金融機関 309,748 313,632

顧客 7,177 5,297

債務証券および劣後債務 - -

付与コミットメント 25,558 21,793

信用機関に付与した融資コミットメント 1,910 799

顧客に付与した融資コミットメント - -

信用機関に付与した保証 12,270 11,062

顧客に付与した保証 11,378 9,932

売戻しオプション付で取得した有価証券 - -

その他の付与コミットメント - -

 

注記22　外貨建て取引

 

貸借対照表の通貨別分析

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ） 資産 負債 資産 負債

ユーロ建て 799,983 760,686 806,416 770,290

欧州連合加盟国のその他の通貨建て 2,252 164 2,524 310
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スイス・フラン建て 6,884 6,250 7,059 6,378

米ドル建て 14,907 36,349 12,026 30,129

日本円建て 1,002 6,532 724 5,847

その他の通貨建て 2,298 12,084 2,322 8,871

総額 827,326 822,065 831,071 821,825

債権、関連負債、未収収益、未払費用および繰

延収益
22,690 24,346 22,380 27,650

減損 (3,605) - (3,976) -

合計 846,411 846,411 849,475 849,475

 

注記23　外国為替取引、外貨建ての貸付および借入

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ） 受領予定 引渡予定 受領予定 引渡予定

直物為替取引 239 239 13 13

・外貨建て - 239 9 4

・ユーロ建て 239 - 4 9

先渡為替取引 48,120 47,881 39,309 40,643

・外貨建て 42,915 5,519 34,468 5,352

・ユーロ建て 5,205 42,362 4,841 35,291

外貨建ての貸付および借入 3 5 194 18

合計 48,362 48,125 39,516 40,674

 

注記24　先渡金融商品に係る取引

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ）

ヘッジ

取引
非ヘッジ取引 合計 合計

先物および先渡 673,593 381,688 1,055,281 1,075,175

取引所取引
(1) - - - -

金利先物 - - - -

通貨先物 - - - -

株式および株式インデックス先物 - - - -

その他先渡 - - - -

店頭取引
(1) 673,593 381,688 1,055,281 1,075,175

金利スワップ 667,829 380,200 1,048,029 1,065,376

その他の金利先渡 - - - -

通貨先渡 1,415 1,488 2,903 5,335

金利先渡契約 - - - -

株式および株式インデックス先渡 4,349 - 4,349 4,464

その他先渡 - - - -

オプション 335 - 335 335

取引所取引 - - - -

金利先物      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

株式および株式インデックス先物      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

通貨先渡      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

その他のオプション      

買建て  - - - -

売建て  - - - -
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店頭取引 335 - 335 335

金利スワップション      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

金利先渡      

買建て  335 - 335 335

売建て  - - - -

通貨先渡      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

株式および株式インデックス先渡      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

その他のオプション      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

クレジット・デリバティブ  - - - -

クレジット・デリバティブ契約      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

合計 673,928 381,688 1,055,616 1,075,510

(1) 先物および先渡に係る表示金額は、ロング・ポジションとショート・ポジションの総額（金利スワップおよび金利

スワップション）、または買いと売りの契約金額の総額（その他の契約）に相当する。

 

24.1 先渡金融商品に係る取引－残存期間別想定元本

 

 
合計

2024年12月31日

 
うち、店頭取引

 うち、取引所取引

および類似取引

（百万ユーロ）
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

先物 - - -  - - -  - - -

通貨オプション - - -  - - -  - - -

金利オプション - - -  - - -  - - -

通貨先物 2,903 - -  2,903 - -  - - -

金利先渡契約 - - -  - - -  - - -

金利スワップ 554,247 245,192 248,590　  554,247 245,192 248,590  - - -

キャップ、フロアー

およびカラー
- 210 125  - 210 125  - - -

金利先渡 - - -  - - -  - - -

株式およびインデッ

クス先渡
222 1,021 3,106  222 1,021 3,106  - - -

株式およびインデッ

クスオプション
- - -  - - -  - - -

株式、株式インデッ

クスおよび貴金属デ

リバティブ

- - -  - - -  - - -

クレジット・デリバ

ティブ
- - -  - - -  - - -

小計 557,372 246,423 251,821  557,372 246,423 251,821  - - -

通貨スワップ 3,596 56,521 11,288  3,596 56,521 11,288  - - -

先渡為替取引 24,417 177 -  24,417 177 -  - - -

小計 28,013 56,698 11,288  28,013 56,698 11,288  - - -

合計 585,385 303,121 263,109  585,385 303,121 263,109  - - -

 

 
合計

2023年12月31日

 
うち、店頭取引

 うち、取引所取引

および類似取引
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（百万ユーロ）
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

先物 - - -  - - -  - - -

通貨オプション - - -  - - -  - - -

金利オプション - - -  - - -  - - -

通貨先物 5,335 - -  5,335 - -  - - -

金利先渡契約 - - -  - - -  - - -

金利スワップ 517,748 302,552 245,076  517,748 302,552 245,076  - - -

キャップ、フロアー

およびカラー
- 210 125  - 210 125  - - -

金利先渡 - - -  - - -  - - -

株式およびインデッ

クス先渡
266 814 3,384  266 814 3,384  - - -

株式およびインデッ

クスオプション
- - -  - - -  - - -

株式、株式インデッ

クスおよび貴金属デ

リバティブ

- - -  - - -  - - -

クレジット・デリバ

ティブ
- - -  - - -  - - -

小計 523,349 303,576 248,585  523,349 303,576 248,585  - - -

通貨スワップ 5,068 36,409 11,951  5,068 36,409 11,951  - - -

先渡為替取引 25,471 1,054 -  25,471 1,054 -  - - -

小計 30,539 37,463 11,951  30,539 37,463 11,951  - - -

合計 553,888 341,039 260,536  553,888 341,039 260,536  - - -

 

24.2 先渡金融商品－公正価値

 

（百万ユーロ）

プラスの公正

価値

2024年

12月31日現在

マイナスの公

正価値

2024年

12月31日現在

想定元本

2024年

12月31日現在

プラスの公正

価値

2023年

12月31日現在

マイナスの公

正価値

2023年

12月31日現在

想定元本

2023年

12月31日現在

先物 - - - - - -

通貨オプション - - - - - -

金利オプション - - - - - -

通貨先物 - - 2,903 - - 5,335

金利先渡契約 - - - - - -

金利スワップ 12,011 20,662 1,048,029 12,420 24,071 1,065,376

キャップ、フロアーおよび

カラー
22 3 335 32 3 335

金利先渡 - - - - - -

株式およびインデックス先

渡
- - 4,349 - - 4,464

株式およびインデックスオ

プション
- - - - - -

株式、株式インデックスお

よび貴金属デリバティブ
38 - - 35 - -

クレジット・デリバティブ - - - - - -

小計 12,071 20,665 1,055,616 12,487 24,074 1,075,510

通貨スワップ 54 48 71,405 199 169 53,428

先渡為替取引 277 119 24,594 40 108 26,525

小計 331 167 95,999 239 277 79,953

合計 12,402 20,832 1,151,615 12,726 24,351 1,155,463

 

24.3 スワップに係る情報

金利スワップの内訳

（百万ユーロ）

個別単独で保有する

未決済ポジション
ミクロ・ヘッジ マクロ・ヘッジ

売買目的

ポートフォリオ
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金利スワップ 380,200 255,592 412,238 -

類似の契約 - - - -

 

注記25　デリバティブ商品に係るカウンターパーティー・リスクに関する情報

 

 2024年12月31日  2023年12月31日

（百万ユーロ）

市場価額

潜在的な
信用

リスク
(1)

カウンター
パーティー・
リスク合計

 

市場価額
潜在的な
信用
リスク

カウンター
パーティー・
リスク合計

OECD加盟国政府、中央銀行および類

似機関に関するリスク
- - -  - - -

OECD加盟国金融機関および類似機関

に関するリスク
12,402 2,591 14,992  12,725 2,948 15,673

その他のカウンターパーティーに関

するリスク
- - -  - - -

合計（ネッティング契約の影響考慮

前）
12,402 2,591 14,992  12,725 2,948 15,673

うち以下に係るリスク： - - -  - - -

・金利、為替レートおよびコモディ

ティ契約
12,364 2,326 14,689  12,690 2,773 15,463

・株式およびインデックス・デリバ

ティブ契約
38 265 303  35 175 210

合計（ネッティング契約の影響考慮

前）
12,402 2,591 14,992  12,725 2,948 15,673

ネッティング契約および担保契約の

影響
- - -  - - -

合計（ネッティング契約および担保

契約の影響考慮後）
12,402 2,591 14,992  12,725 2,948 15,673

(1) CRRⅡ／CRDⅤの規制基準に基づいて計算されている。

 

注記26　融資および保証コミットメントならびにその他の保証

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

付与コミットメント   

融資コミットメント 1,990 885

金融機関に対する付与コミットメント 1,910 885

顧客に対する付与コミットメント 80 -

保証コミットメント 24,214 21,862

金融機関保証コミットメント 12,439 11,233

顧客に対するコミットメント 11,775 10,629

有価証券コミットメント 2,846 2,784

売戻しオプション付で取得した有価証券 - -

その他の付与コミットメント 2,846 2,784

受領コミットメント   

融資コミットメント 115,758 146,296

金融機関からの受領コミットメント 115,758 146,296

顧客からの受領コミットメント - -

保証コミットメント 1,626 1,569

金融機関からの受領コミットメント 1,599 1,567

顧客からの受領コミットメント 27 2

有価証券コミットメント 330 -

買戻しオプション付で売却した有価証券 - -

その他の受領コミットメント 330 -
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注記27　借入有価証券および集中貯蓄の清算

 

27.1 借入有価証券

 

 2024年12月31日  2023年12月31日

（百万ユーロ）

株式貸借取
引に関連す
る負債総額

(a)

売買目的
有価証券の

借入
(b)

株式貸借取引
に関連する
負債純額

(c)=(a)-(b)

 株式貸借取
引に関連す
る負債総額

(a)

売買目的
有価証券の

借入
(b)

株式貸借取引
に関連する
負債純額

(c)=(a)-(b)

政府短期証券および類似証券 - - -  - - -

・うち借入有価証券 - - -  - - -

債券およびその他の利付証券 - - -  - - -

・うち借入有価証券 - - -  - - -

株式およびその他の持分証券 - - -  - - -

・うち借入有価証券 - - -  - - -

 

27.2 集中貯蓄

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

特別貯蓄勘定に関して徴収した預託金 161,301 147,071

預金供託金庫貯蓄ファンドに対する貸出金および債権 90,392 81,562

顧客による預託金合計（貯蓄ファンドに対する貸出金控除後） 70,909 65,509

 

注記28　受取利息および類似収益純額

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

銀行間取引 11,340 11,955

クレディ・アグリコル内部取引 13,383 12,392

顧客との取引 210 418

債券およびその他の利付証券 6,176 4,206

マクロ・ヘッジ取引に係る純利益 - -

債務証券 5,431 4,066

その他の受取利息 27 1

受取利息および類似収益 36,567 33,038

銀行間取引 (9,425) (8,820)

クレディ・アグリコル内部取引 (3,583) (3,945)

顧客との取引 (8,949) (8,374)

マクロ・ヘッジ取引に係る純損失 (574) (333)

債券およびその他の利付証券 (902) (1,009)

債務証券 (14,100) (10,948)

その他の支払利息 - (93)

支払利息および類似費用 (37,533) (33,522)

受取利息および類似収益純額合計
(1) (966) (484)

(1) 劣後債務に関連する受取利息および類似収益控除後の費用は、2023年12月31日現在の1,193百万ユーロに対し、2024

年12月31日現在は1,309百万ユーロであった。

 

マクロ・ヘッジ取引は、ポートフォリオ全体を対象としており、その性質上、特定の種類の取引に割り当

てることはできない。それらは別個の項目として計上されている。

 

注記29　持分証券からの収益

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投

資
4,346 3,616
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短期投資有価証券および中期ポートフォリオ有価証券 - -

その他の有価証券取引 - -

持分証券からの収益合計 4,346 3,616

 

注記30　受取報酬および手数料純額

 

 2024年12月31日 2023年12月31日

（百万ユーロ） 収益 費用 純額 収益 費用 純額

銀行間取引 274 (36) 238 247 (46) 201

クレディ・アグリコル内部取引 1,255 (847) 408 1,245 (1,061) 184

顧客との取引 - - - - - -

有価証券取引 - - - - - -

外国為替取引 - - - - - -

先渡金融商品取引およびその他のオフバランスシー

ト取引
- - - - - -

金融サービス 17 (65) (48) 38 (115) (77)

報酬および手数料リスク引当金 - - - - - -

受取報酬および手数料純額合計 1,546 (948) 598 1,530 (1,222) 308

 

注記31　トレーディング勘定に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

売買目的有価証券に係る純利益／（損失） 2 6

外国為替取引および類似金融商品に係る純利益／（損失） 111 (3)

その他の先渡金融商品に係る純利益／（損失） (149) (27)

トレーディング勘定に係る純利益／（損失） (36) (24)

 

注記32　短期投資ポートフォリオおよび類似項目に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

短期投資有価証券   

減損損失 (145) (74)

減損損失の戻入 82 66

減損損失／戻入純額 (63) (8)

売却益 2 2

売却損 (128) (132)

売却益（損）純額 (126) (130)

短期投資有価証券に係る純利益／（損失） (189) (138)

中期ポートフォリオ有価証券   

減損損失 - -

減損損失の戻入 - -

減損損失／戻入純額 - -

売却益 - -

売却損 - -

売却益（損）純額 - -

中期ポートフォリオ有価証券に係る純利益／（損失） - -

短期投資ポートフォリオおよび類似項目に係る純利益／（損失） (189) (138)

 

注記33　その他の銀行業務収益および費用

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

その他の収益 5 6

共同支配企業の持分 - -

チャージ・バックおよび費用の分類変更 3 3

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 882/1736



引当金の戻入額 5 57

その他の銀行業務収益 13 66

その他の費用 (68) (61)

共同支配企業の持分 (13) (11)

チャージ・バックおよび費用の分類変更 - -

引当金繰入額 (11) (3)

その他の銀行業務費用 (92) (75)

その他の銀行業務収益および費用合計 (79) (9)

 

注記34　営業費用

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

従業員費用
(1)   

給与 (206) (203)

社会保障費 (98) (120)

・うち、確定拠出型退職後給付制度への拠出 (38) (35)

利益分配およびインセンティブ制度 (23) (18)

給与関連税 (38) (35)

従業員費用合計 (365) (376)

従業員費用のチャージ・バックおよび分類変更 21 19

従業員費用純額 (344) (357)

管理費用 　  

収益およびその他の税金 (57) (31)

外部サービス、その他の管理費用および規制上の拠出金
(2) (492) (502)

管理費用合計 (549) (533)

管理費用のチャージ・バックおよび分類変更 44 51

管理費用純額 (505) (482)

営業費用 (849) (839)

(1) 2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーが取締役会および業務執行役員会のメンバーに対して支

払った報酬額は、23.1百万ユーロであり、うち2.5百万ユーロは退職後給付であった。

(2) うち835千ユーロは、2024事業年度における単一破綻処理基金への拠出金であった。

 

平均従業員数

区分別の従業員数

（事業に応じた現従業員の平均人数）

 

（従業員の区分） 2024年12月31日 2023年12月31日

マネージャー 1,800 1,732

マネージャー以外の従業員 179 176

平均従業員数合計 1,979 1,908

うち：   

・フランス 1,961 1,889

・海外 18 19

うち：出向中である従業員 108 109

 

注記35　リスク費用

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

引当金繰入額および減損損失 (23) (27)

貸倒懸念債権に係る減損 - -

その他の引当金繰入額および減損損失 (23) (27)

引当金および減損損失の戻入額 13 2

貸倒懸念債権に係る減損損失の戻入額 1 -
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その他の引当金および減損損失の戻入額 12 2

引当金および減損損失の変動 (10) (25)

減損していない貸倒債権に係る損失 - -

減損した貸倒債権に係る損失 - -

条件緩和債権の割引 - -

償却債権の回収額 1 -

その他の損失 - -

その他の利益 - -

リスク費用 (9) (25)

 

注記36　固定資産に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

金融投資   

減損損失 (72) (63)

投資有価証券 - -

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 (72) (63)

減損損失の戻入額 505 511

投資有価証券 - -

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 505 511

減損損失／戻入額純額 433 448

投資有価証券 - -

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 433 448

売却益 116 6

投資有価証券 19 5

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 97 1

売却損 (67) (39)

投資有価証券 (60) (37)

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 (7) (2)

株式投資による債権に係る損失 - -

売却益／（損）純額 49 (33)

投資有価証券 (41) (32)

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 90 (1)

純利益／（損失） 482 415

有形固定資産および無形資産   

売却益 - -

売却損 - -

純利益／（損失） - -

固定資産に係る純利益／（損失） 482 415

 

注記37　法人所得税

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日 2023年12月31日

法人所得税
(1) 478 447

連結納税制度に基づく税金に対する引当金繰入額純額 (190) (61)

正味残高 288 386

(1) 税務上の利益は主にクレディ・アグリコル・エス・エーが、連結納税グループの代表として、連結納税制度の対象

である子会社から徴収した税金で構成される。
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注記38　非協力的な国々または地域における進出

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが直接または間接的に支配するすべての事業体が行う投資および売却

プロジェクトは、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会が定義する戦略ガイドラインに沿っていな

ければならず、当行グループの業務執行陣によって実施されなければならない。

当行グループの手続文書は、クレディ・アグリコル・エス・エーの各事業部門および本部が運営する枠組

みを明確にしている。

この点において、当行グループの財務部門および戦略開発部門は、取引の経済的および財務的期待値が満

たされることを確保するため助言を求められる。これらの部門はまた、提案された取引の適切性および当行

グループの戦略ガイドラインとの整合性を確保する。リスク管理および恒常的統制事業部門ならびに法令遵

守および法務部門の関与は、各責任の範囲内で公表された意見により反映される。

この原則は、個別委員会の枠組み内で、新しい商品および活動を導入する子会社全体に適用される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス一般租税法典第238-0 A条の意味するところの非協力的な

国々または地域に、以下のとおり直接的または間接的に進出している。

2024年12月31日現在、クレディ・アグリコル・グループは、ロシアに進出しており、これは1991年以降継

続されているものである。2024年、フランスは、この国をフランス一般租税法典第238-0-A条の1第2段落に記

載されている非協力的な国々または地域のリストに登録した。

2024年12月31日現在のこれらの進出に関する情報は、以下のとおりである。

 

国 会社名 法的形態
承認形式
（該当する
場合）

資本割合
（％）

業務内容

ロシア連邦

クレディ・アグリコル・CIB

AO

（ロシア）

コーポレーション・

リミテッド
 97.79 651C－銀行

 

上記の事業体は、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの内部統制の範囲内に含まれているた

め、当行グループの法令違反リスクの防止および統制システム（特にマネー・ロンダリング防止およびテロ

資金供与対策に必要なデューデリジェンスを含む。）に含まれており、また（該当する場合）クレディ・ア

グリコル・エス・エーの登録書類に含まれる取締役会会長の報告書に記載されている。

 

次へ
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(2) 2023年12月31日および2022年12月31日に終了した事業年度

 

A．連結財務書類

 

(1) 一般的枠組み

 

事業体の法律上の概要

2001年11月29日に開催された臨時株主総会以降、当行の名称はクレディ・アグリコル・エス・エーであ

る。

当行の登記上の事務所は、フランス、セデックス、モンルージュ、92127、合衆国広場 12番地である。

登記番号：ナンテール商業・会社登記簿番号 784 608 416

NAFコード：6419Z

クレディ・アグリコル・エス・エーは、一般の会社法、より具体的にはフランス商法（Code de

commerce）第Ⅱ編に準拠し、取締役会を有するフランスの公開会社（société anonyme）である。

クレディ・アグリコル・エス・エーはまた、フランス通貨金融法典（CMF－Code monétaire et

financier）、より具体的には同法典第L.512-47条以下の規定を遵守しなければならない。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、1984年11月17日に相互信用金庫の区分における認定金融機関とし

て免許を受けた。そのため、当行は、銀行の監督機関、より具体的にはフランスの金融健全性規制監督・破

綻処理機構（ACPR）および欧州中央銀行により監督される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式は、ユーロネクスト・パリにおいて取引されており、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、適用される株式市場規則、特に開示義務に関する規則を遵守しなければ

ならない。

 

相互的な基盤を有する銀行

地域銀行により完全所有されるSASリュ・ラ・ボエスィは、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の

過半数を保有している。SASリュ・ラ・ボエスィの株式は地域銀行のネットワーク外に譲渡されてはならな

い。また、地域銀行間でのこれらの株式の取引は、とりわけ取引価格の決定方法を定めた流動性契約に従う

ものとする。これは、地域銀行間の株式処分およびSASリュ・ラ・ボエスィの増資の双方を網羅している。

クレディ・アグリコル全国連合（FNCA）は、地域銀行のための協議機関および代表機関として機能し、ま

た、地域銀行の会議を開催する。

フランス通貨金融法典（第L.511-31条および第L.511-32条）の規定に従い、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、クレディ・アグリコル・ネットワークの中央機関として、密接なネットワーク（フランス通貨

金融法典第R.512-18条により定義される。）を維持し、また、関連する金融機関の適切な機能を確保し、か

かる金融機関に適用されるすべての法令の遵守を確実に行うために、かかる金融機関に対して管理上、技術

上および財務上の監督を行う責任を負う。そのため、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ネットワーク

全体および当行の関連機関各々の流動性およびソルベンシーをとりわけ確保するために必要なあらゆる手段

を講じることができる。

 

クレディ・アグリコルの内部関係

 

内部資金調達構造

クレディ・アグリコルは、当行グループに固有の内部資金調達構造を複数有している。
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地域銀行の当座預金口座

各地域銀行はクレディ・アグリコル・CIBに当座預金口座を保有し、当行グループ内の内部金融取引によっ

て生じる資金移動を記録する。かかる口座は貸方または借方残高となり、「金融機関に対する貸出金および

債権」または「金融機関に対する債務」の科目として貸借対照表に表示される。

 

特別貯蓄口座

特別貯蓄口座（一般的な通帳式貯蓄口座（Livret d'épargne populaire）、持続可能かつ総合的な開発に

係る通帳式口座（Livret de développement durable et solidaire）、住宅購入に関する貯蓄制度および貯

蓄口座、一般的な貯蓄制度、若者向け通帳式口座（Livret Jeune）ならびに通帳式貯蓄口座（Livret A））

にて保有される資金は、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり地域銀行が受け入れ、クレディ・アグ

リコル・エス・エーへ集められる。クレディ・アグリコル・エス・エーは、これらの資金を「顧客に対する

債務」として貸借対照表に計上する。

 

定期預金および貸付金

地域銀行はまた、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり、政府規制を受けない貯蓄資金（通帳式口

座、債券、ワラント、特定の定期預金口座および同様の口座等）を受け入れる。これらの資金はクレディ・

アグリコル・エス・エーに送金され、かかる項目で同社の貸借対照表に計上される。

特別貯蓄口座ならびに定期預金および貸付金は、クレディ・アグリコル・エス・エーから地域銀行への

「貸付金」（融資）に利用され、地域銀行はこれを中長期融資の資金源とすることができる。

（満期および金利が受け入れた貯蓄資金と正確に一致する）いわゆる「ミラー貸付金」の形で、地域銀行

が受け入れた貯蓄資金の50％が地域銀行に還元され、かかる資金は、地域銀行がその裁量で自由に使用する

ことができる。

2004年1月1日以降、受け入れた（かつミラー貸付金を経由して還元されなかった）資金の集中管理によっ

て発生した利鞘は、地域銀行とクレディ・アグリコル・エス・エーとで分け合い、再調達モデルを使用しか

つ市場金利を適用して決定される。

さらに、地域銀行は、市場価額をもとに算出された貸付金の形で、クレディ・アグリコル・エス・エーか

ら借換えを行うことができる。

 

地域銀行の流動性余剰資金の移転

地域銀行は、「貨幣性」預金（要求払預金、一元管理されない定期預金および譲渡性預金）を、それらの

顧客への融資に使用することができる。余剰資金はクレディ・アグリコル・エス・エーに送金されなければ

ならず、当座預金口座は「金融機関に対する貸出金および債権」もしくは「金融機関に対する債務」（クレ

ディ・アグリコル・CIBに開設している当座預金口座の勘定が貸方か借方かによる。上記を参照。）の項目と

して、または定期預金口座は「クレディ・アグリコル内部取引」の項目として計上される。

 

外貨建て取引

地域銀行の外貨建て取引は、クレディ・アグリコル・エス・エーを通じて資金が提供される。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーにより発行された中長期債

これらは、市場で販売されるか、または地域銀行から顧客に販売される。これらは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの貸借対照表上、発行された証券の種類により「債務証券」または「劣後債務」のいずれか

の項目で負債計上される。

 

TLTRO Ⅲメカニズム

2023年12月31日現在、ECBからのTLTRO Ⅲローンの残存残高は26.8十億ユーロである。
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流動性リスクおよびソルベンシー・リスクのヘッジならびに銀行の破綻処理

フランス通貨金融法典（CMF）第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに基づき、クレ

ディ・アグリコル・ネットワークの中央機関であるクレディ・アグリコル・エス・エーは、各関連金融機関

の、またネットワーク全体として、流動性およびソルベンシーを確保するために必要なあらゆる手段を講じ

なければならない。その結果、ネットワークの各構成機関は、当該内部財政連帯メカニズムの恩恵を受け

る。

CMF（Code monétaire et financier－フランス通貨金融法典）の一般規定は、かかる法定の連帯メカニズ

ムにおいて実施すべき業務上の措置を定める内部規定に反映されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの新規株式公開において、CNCA（現クレディ・アグリコル・エス・

エー）は、2001年に、地域銀行との間で、特にクレディ・アグリコル・ネットワーク内の内部関係を統括す

ることを目的とした契約を締結した。この契約は、特に、関連する構成機関が困難な状況に陥った場合に支

援することで、クレディ・アグリコル・エス・エーがネットワークの中央機関としての役割を果たすことが

できるよう、流動性リスクおよびソルベンシー・リスク管理基金（FRBLS）を設立することを定めている。か

かる契約の主な条項は、クレディ・アグリコル・エス・エーが2001年10月22日にフランスの証券取引委員会

に提出した登録書類（第R.01-453号）の第Ⅲ章に記載されている。

2014年に、欧州の金融危機管理の枠組みが、欧州連合指令第2014/59号（「銀行再建・破綻処理指令－

BRRD」として知られる。）により採択された。これは、2015年8月20日付命令第2015-1024号によりフランス

法に組み込まれた。また、同命令によりフランス法は、単一破綻処理メカニズムおよび単一破綻処理基金の

枠組みにおける金融機関および一定の投資会社の破綻処理のための統一規則および統一手続を定める2014年7

月15日付欧州規則第806/2014号の規定に適合した。BRRDを改正した2019年5月20日付指令(EU)第2019/879号

は、「BRRDⅡ」として知られ、2020年12月21日付命令第2020-1636号によりフランス法に組み込まれた。

この金融危機の予防および解決のための手段を含む枠組みは、金融の安定の維持、破綻した場合に経済に

重大な影響を与えうる金融機関の活動、サービスおよび業務の継続性の確保、預金者の保護ならびに公的財

政支援の利用を可能な限り回避または制限することを目的としている。この一環として、単一破綻処理委員

会を含む欧州の破綻処理当局には、金融機関またはそれが属するグループの全部または一部の破綻処理に関

連するあらゆる必要な手段を講じるための広範囲に及ぶ権限が与えられている。

協同組合銀行グループについて、破綻処理当局は「拡大シングル・ポイント・オブ・エントリー（拡大

SPE）」による破綻処理戦略を支持しているため、破綻処理が行われる場合は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーと関連する事業体のレベルで同時に行われることになる。これは、クレディ・アグリコル・グルー

プが破綻処理される場合に、（中央機関としての）クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその関連する

事業体から構成される範囲全体が、拡大シングル・ポイント・オブ・エントリーとみなされるためである。

上記およびネットワーク内の連帯メカニズムを勘案すると、クレディ・アグリコル・ネットワークの構成機

関を個別に破綻処理することはできない。

破綻処理当局は、金融機関が破綻したかまたは破綻するおそれがあり、別の民間の対策により合理的な期

間内に破綻を防ぐ合理的な見込みがなく、破綻処理の措置が必要で、清算手続では上記の破綻処理の目的の

達成に不十分であるとみなした場合、当該金融機関に対し破綻処理手続を開始することができる。

破綻処理当局は、下記のとおり、当該機関の資本再構成または存続可能性の回復を目的とする1つまたは複

数の破綻処理手法を使用することができる。破綻処理手法は、（株式、相互株式、CCI、CCA等の）資本性証

券の保有者が最初に損失を負担し、次いで債権者（ただし、法的にまたは破綻処理当局の決定により、ベイ

ルインから除外されない場合。）が損失を負担する方法で実施されなければならない。フランス法はまた、

破綻処理中の金融機関の資本性証券の保有者および債権者が負う損失は、フランス商法に基づく法的清算手

続の場合に負担する損失より大きくなってはならないという原則（CMF第L.613-57-I条に規定されるNCWOL原

則）等、一定の破綻処理の手法または決定の実施時における保護措置も定めている。したがって、投資家
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は、当該機関の破綻処理時に受けた扱いが通常の破産手続に服した場合に受けるであろう扱いよりも不利な

ものである場合、補償を要求することができる。

破綻処理当局がクレディ・アグリコル・グループについて破綻処理を実施することを決定した場合、損失

負担のために、最初に、CET1資本調達手段（株式、相互株式、CCIおよびCCA）、その他Tier 1資本調達手段

ならびにTier 2資本調達手段の元本を削減し、次に、場合により、その他Tier 1資本調達手段およびTier 2

資本調達手段
(1)

を資本性証券に転換する。その後、破綻処理当局がベイルイン手法を使用することを決定し

た場合には、債務証券
(2)

にも適用され、損失負担のためにこれらの資本調達手段の一部もしくは全部の元本

削減または株式への転換が行われることになる。

中央機関およびすべての関連する事業体に関して、破綻処理当局は、調整された方法で、減損または転換

措置および（適用ある場合には）内部救済措置を実施することを決定できる。かかる場合、対象の事業体で

あるかにかかわらず、また損失の発生源にかかわらず、減損または転換措置および（適用ある場合には）内

部救済措置が、クレディ・アグリコル・ネットワーク内のすべての事業体に適用される。

破綻処理における債権者の順位は、破綻処理実施日時点で有効なCMF第L.613-55-5条の規定により定められ

る。

同順位または清算における同一の権利を有する資本性証券の保有者および債権者は、当行グループのどの

事業体の債権者であるかにかかわらず、平等に扱われる。

この救済措置の対象は、クレディ・アグリコル・グループの資本構成を変更することを目的としているた

め、連結レベルの資本要件に基づいて決定される。

したがって、投資家は、破綻処理手続が当行グループに実施された場合、ネットワーク構成機関の株式、

相互株式、CCIおよびCCAの保有者ならびに負債性金融商品の保有者が、どのグループ事業体の債権者である

かにかかわらず、投資の全部または一部を失う重大なリスクがあることを認識しなければならない。

破綻処理当局が実施することのできる他の破綻処理手法は、基本的に当該機関の活動の全部または一部を

第三者またはつなぎ機関に売却し、当該機関の資産を分離することである。

当該破綻処理の枠組みは、フランス通貨金融法典第R.512-18条における定義によりクレディ・アグリコ

ル・ネットワークに適用される、同法典第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに影響を

与えない。実務上、かかるメカニズムは破綻処理手続が行われる前に実施されるべきであるとクレディ・ア

グリコル・エス・エーは考えている。

したがって、クレディ・アグリコル・グループに対して破綻処理手続が実施されることは、法定の内部財

政連帯メカニズムでは1つまたは複数のネットワーク事業体、ひいてはネットワーク全体の破綻を救済するこ

とができなかったことを意味する。当該破綻処理手続はまた、（1988年に第三者の債権者に対して、地域銀

行が連帯して各々の資本の総額を上限として与えた）クレディ・アグリコル・エス・エーの債務に対する保

証の発動条件が満たされる可能性を限定することになる。かかる保証は、クレディ・アグリコル・エス・

エーの破産または解散により資産が不足する場合に実施される可能性があるという再認識が必要である。

 

(1) CMF第L.613-48条および第L.613-48-3条。

(2) CMF第L.613-55条および第L.613-55-1条。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行との間の資本関係

クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行との間の資本関係は、クレディ・アグリコル・エス・エー

の新規株式公開に先立ち当事者間で締結された契約により規定されている。

かかる契約の規定に基づき、地域銀行は、それらが完全所有する持株会社であるSASリュ・ラ・ボエスィを

通じてクレディ・アグリコル・エス・エーに対して支配力を行使している。SASリュ・ラ・ボエスィの目的

は、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金および議決権を常に50％以上所有するために十分な株式を

所有することである。
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また、同契約に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーは、各地域銀行（99.9％所有しているコルシ

カ地域銀行を除く。）の資本金の約25％を直接所有していた。2016年8月3日に実施された当行グループの資

本構造を簡素化する取引の結果、クレディ・アグリコル・エス・エーが保有する協同投資証券（certificats

coopératifs d'investissement（ CCI)）および協同組合証券（certificats coopératifs d'associés

（CCA)）の大部分が、地域銀行が共同で所有する持株会社（Sacamミュチュアリザシオン）に移管された。

 

関連当事者に関する情報

当行グループの法的構造を鑑みて、またクレディ・アグリコル・エス・エーはクレディ・アグリコル・

ネットワークの中央機関である事実から、クレディ・アグリコル・エス・エーの関連当事者は、持分法適用

会社を含む連結会社、当行グループの上級業務執行役員および地域銀行である。

クレディ・アグリコルの内部資金調達構造に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行
(1)

と

の間の取引は、貸借対照表および損益計算書においてクレディ・アグリコル内部取引として示される（注記

4.1「受取利息および支払利息」、注記4.2「受取報酬および手数料ならびに支払報酬および手数料」、注記

6.5「償却原価で測定する金融資産」および注記6.7「償却原価で測定する金融負債」）。

 

(1) 全部連結されているコルシカ地域銀行を除く。

 

その他の株主間契約

当事業年度中に締結された株主間契約は、注記2「当期中の主要な構造改革および重大な事象」に詳述され

ている。

 

連結貸借対照表に影響を与える連結会社との関係

連結範囲に含まれているクレディ・アグリコル・エス・エーの連結会社の一覧は注記13「2023年12月31日

現在の連結範囲」に記載されている。年度末における当行グループの全部連結会社との間の既存の取引およ

び残高は連結手続の中で相殺消去されているため、持分法適用会社との取引のみが当行グループの連結財務

書類に影響を与える。

2023年12月31日現在の連結貸借対照表において当該取引に相当する主要な残高およびコミットメントは、

持分法適用会社との取引に関する次の金額である。

・金融機関に対する貸出金および債権：408百万ユーロ（2022年12月31日現在は8,062百万ユーロ）

・顧客に対する貸出金および債権：1,574百万ユーロ（2022年12月31日現在は2,852百万ユーロ）

・金融機関に対する債務：2,428百万ユーロ（2022年12月31日現在は5,823百万ユーロ）

・顧客に対する債務：451百万ユーロ（2022年12月31日現在は183百万ユーロ）

・金融商品に関して付与したコミットメント：1,298百万ユーロ（2022年12月31日現在は6,309百万ユーロ）

・金融商品に関して受領したコミットメント：3,682百万ユーロ（2022年12月31日現在は4,887百万ユーロ）

2022年12月31日現在からの主な変動は、2023年4月にCAオート・バンクの株式の50％を追加取得し、その結

果、持分法適用から全部連結に変更したことによるものである。

これらの事業体と行われた取引は、当期の損益計算書に重大な影響を与えなかった。

 

退職金、早期退職金および退職給付金の管理：当行グループ内の内部ヘッジ契約

注記1.2「会計方針および会計原則」に記載されているとおり、従業員は、様々な種類の退職給付を付与さ

れる。かかる給付は、以下に関するものである。

・退職給付金

・「確定拠出」制度または「確定給付」制度による年金制度

これに関する債務は、クレディ・アグリコル・グループの生命保険会社であるプレディカとの団体保険契

約により部分的に積み立てられている。
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かかる団体保険契約は、以下を定めている。

・雇用主が退職給付金または様々な年金制度を補償するのに十分な資金を確保するために行った拠出金を投

資するためのミューチュアル・ファンドを保険会社が設定すること。

・保険会社が資金を管理すること。

・受取人に対して様々なプランに基づく給付金を支払うこと。

退職給付に関する情報は、注記7「従業員給付およびその他の報酬」の7.3項および7.4項に記載されてい

る。

 

上級経営陣との関係

上級経営陣の報酬に関する詳細は、注記7「従業員給付およびその他の報酬」の7.7項に記載されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーとその上級経営陣、それらの家族またはそれらが支配する会社との間

で行われ、かつ当行グループの連結範囲に含まれていない重要な取引はない。

次へ
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 クレディ・アグリコル・エス・エー　2023年12月31日現在

％持分
(1)

      
(1) クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の直接持分（自己株式を除く。）

(2) 支配割合（％）

 

 

注記：これは、クレディ・アグリコル・エス・エーの主要な事業体を示すことを目的とした簡略化された組

織図である。連結範囲の詳細については、注記13を参照。クレディ・アグリコル・エス・エーとその子会社

との間の財務フローは、必要な場合、関連当事者間契約の対象となり、それ自体が法定監査人の特別報告の

対象である。クレディ・アグリコル・グループの（特に、クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行と

の間の）内部構造は、連結財務書類冒頭の「内部資金調達構造」の項目に詳述されている。

 
 

次へ
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(2) 連結財務書類

 

(ⅰ) 損益計算書

 

  
 

2023年12月31日
 2022年12月31日

修正再表示後
(3)

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

受取利息および類似収益 4.1  59,120 9,450,332  30,013 4,797,578

支払利息および類似費用 4.1  (44,876) (7,173,429)  (16,966) (2,712,015)

受取報酬および手数料 4.2  13,202 2,110,340  13,127 2,098,351

支払報酬および手数料 4.2  (4,973) (794,934)  (4,366) (697,905)

純損益を通じて公正価値で測定

する金融商品に係る純利益／

（損失）

4.3

 

11,857 1,895,341

 

(11,217) (1,793,037)

売買目的保有資産／負債に係る

純利益／（損失）
 

 
3,651 583,612

 
(4,376) (699,504)

純損益を通じて公正価値で測定

するその他の金融資産／負債に

係る純利益／（損失）

 

 

8,205 1,311,569

 

(6,841) (1,093,534)

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融商品に係る

純利益／（損失）

4.4

 

(483) (77,208)

 

(57) (9,111)

純損益に組替えられる可能性の

あるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融

商品に係る純利益／（損失）

 

 

(637) (101,824)

 

(105) (16,784)

純損益に組替えられることのな

いその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商

品に係る分配（配当金）

 

 

153 24,457

 

48 7,673

償却原価で測定する金融資産の

認識中止により生じた純利益／

（損失）

4.5

 

- -

 

2 320

償却原価で測定する金融資産か

ら純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産への分類変更に

より生じた純利益／（損失）

 

 

- -

 

- -

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産から純

損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産への分類変更により

生じた純利益／（損失）

 

 

- -

 

- -

保険収益純額
(1) 5.3  (8,352) (1,335,067)  11,648 1,861,933

保険収益   13,454 2,150,622  13,190 2,108,422

保険サービス費用   (10,400) (1,662,440)  (10,100) (1,614,485)

保有している再保険契約に係

る収益または費用
 

 
(75) (11,989)

 
164 26,215
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保険金融収益または保険金融

費用
 

 
(11,395) (1,821,491)

 
8,348 1,334,428

保有している再保険契約に係

る保険金融収益または保険金

融費用

 

 

48 7,673

 

46 7,353

保険に関する金融投資に係る

信用リスク費用
 

 
15 2,398

 
- -

その他の業務収益 4.6  2,179 348,313  1,183 189,103

その他の業務費用 4.6  (2,492) (398,346)  (876) (140,029)

収益   25,180 4,025,023  22,491 3,595,186

営業費用 4.7  (12,990) (2,076,452)  (12,155) (1,942,977)

有形固定資産および無形資産の

減価償却費、償却費および減損
4.8

 
(1,151) (183,987)

 
(1,105) (176,634)

営業総利益   11,039 1,764,584  9,231 1,475,575

リスク費用 4.9  (1,777) (284,053)  (1,746) (279,098)

営業利益   9,262 1,480,531  7,485 1,196,477

持分法適用会社の純利益持分   197 31,490  371 59,304

その他の資産に係る純利益／（損

失）
4.10

 
85 13,587

 
15 2,398

のれんの変動額 6.15  2 320  - -

税引前利益   9,546 1,525,928  7,871 1,258,179

法人所得税 4.11  (2,200) (351,670)  (1,806) (288,689)

非継続事業からの純利益／（損

失）
6.11

 
(3) (480)

 
121 19,342

当期純利益   7,343 1,173,779  6,186 988,832

非支配持分 13.2  995 159,051  880 140,668

当期純利益－当行グループの持分   6,348 1,014,728  5,306 848,164

1株当たり利益
(2) 6.18

 1.943

ユーロ

311

円

 1.637

ユーロ

262

円

希薄化後1株当たり利益
(2) 6.18

 1.943

ユーロ

311

円

 1.637

ユーロ

262

円

(1) 保険収益純額として表示されている項目は、注記5.3「保険事業の特徴」に記載のとおり、費用控除後の投資収益お

よび保険金融収益または保険金融費用で構成されている。

(2) 超劣後債に係る利息は除き、非継続事業または売却目的保有事業からの純利益／（損失）を含む利益である。

(3) 2022年12月31日現在の数値は、IFRS第17号の適用により修正再表示されたものである。その影響については、注記

12「会計基準の変更およびその他の事象の影響」を参照。

 

(ⅱ) 当期純利益およびその他の包括利益／（損失）計算書

 

   2023年12月31日
 2022年12月31日

修正再表示後
(1)

 

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円  

当期純利益   7,343 1,173,779  6,186 988,832  

退職給付に係る数理計算上の差益／（差

損）
4.12

 
(139) (22,219)  325 51,951  

金融負債の自己の信用リスクの変動に起因

するその他の包括利益／（損失）
4.12

 
(263) (42,041)  793 126,761  
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純損益に組替えられることのない資本性金

融商品に係るその他の包括利益／（損失）
4.12

 
23 3,677  58 9,271  

純損益に組替えられることのないその他の

包括利益に認識される保険金融収益または

保険金融費用

4.12

 

(128) (20,461)  1 160  

純損益に組替えられることのない税引前そ

の他の包括利益／（損失）（持分法適用会

社を除く。）

4.12

 

(507) (81,044)  1,177 188,143  

持分法適用会社の純損益に組替えられるこ

とのない税引前その他の包括利益／（損

失）

4.12

 

12 1,918  7 1,119  

純損益に組替えられることのないその他の

包括利益／（損失）に係る法人所得税（持

分法適用会社を除く。）

4.12

 

97 15,505  (290) (46,357)  

持分法適用会社の純損益に組替えられるこ

とのないその他の包括利益／（損失）に係

る法人所得税

4.12

 

(1) (160)  (3) (480)  

非継続事業からの純損益に組替えられるこ

とのないその他の包括利益／（損失）
4.12

 
- -  - -  

純損益に組替えられることのないその他の

包括利益／（損失）（税引後）
4.12

 
(399) (63,780)  891 142,426  

為替換算調整勘定に係る利益／（損失） 4.12  (376) (60,104)  182 29,093  

純損益に組替えられる可能性のある負債性

金融商品に係るその他の包括利益／（損

失）

4.12

 

9,885 1,580,117  (40,384) (6,455,382)  

ヘッジ手段のデリバティブに係る利益／

（損失）
4.12

 
1,025 163,846  (2,865) (457,970)  

純損益に組替えられるその他の包括利益に

認識される保険金融収益または保険金融費

用

 

 

(9,471) (1,513,939)  37,448 5,986,063  

純損益に組替えられるその他の包括利益に

認識される、保有している再保険契約に係

る保険金融収益または保険金融費用

 

 

27 4,316  (247) (39,483)  

純損益に組替えられる可能性のある税引前

その他の包括利益／（損失）（持分法適用

会社を除く。）

4.12

 

1,090 174,237  (5,866) (937,680)  

持分法適用会社の純損益に組替えられる可

能性のある税引前その他の包括利益／（損

失）、当行グループの持分

4.12

 

(73) (11,669)  47 7,513  

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益／（損失）に係る法人所得税

（持分法適用会社を除く。）

4.12

 

(380) (60,743)  1,551 247,927  

持分法適用会社の純損益に組替えられる可

能性のあるその他の包括利益／（損失）に

係る法人所得税

4.12

 

- -  - -  

非継続事業からの純損益に組替えられる可

能性のあるその他の包括利益／（損失）
4.12

 
- -  26 4,156  

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益／（損失）（税引後）
4.12

 
637 101,824  (4,242) (678,084)  

その他の包括利益／（損失）（税引後） 4.12  238 38,044  (3,351) (535,657)  
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当期純利益およびその他の包括利益   7,581 1,211,823  2,834 453,015  

うち、当行グループの持分   6,646 1,062,363  2,008 320,979  

うち、非支配持分   935 149,460  826 132,036  

(1) 2022年12月31日現在の数値は、IFRS第17号の適用により修正再表示されたものである。その影響については、注記12

「会計基準の変更およびその他の事象の影響」を参照。

 

(ⅲ) 貸借対照表－資産

 

  

 

2023年12月31日

 2022年12月31日

修正再表示後
(1)

 

2022年1月1日

修正再表示後
(1)

 注記  
百万ユーロ 百万円

 
百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

現金および中央銀行預け金 6.1  177,320 28,344,602  207,648 33,192,533  237,757 38,005,456

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産

3.1

3.2

6.2

6.6

 

523,572 83,692,984  446,472 71,368,549  445,166 71,159,785

売買目的保有金融資産   301,925 48,262,711  249,249 39,842,453  237,335 37,938,000

純損益を通じて公正価値で測定

するその他の金融商品
 
 

221,647 35,430,273  197,223 31,526,097  207,831 33,221,785

ヘッジ手段のデリバティブ
3.3

3.5

 
20,453 3,269,412  31,867 5,093,940  14,130 2,258,681

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産

3.1

3.2

6.4

6.6

 

215,476 34,443,839  208,860 33,386,271  260,286 41,606,717

純損益に組替えられる可能性の

あるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融

商品

 

 

209,352 33,464,917  206,093 32,943,966  257,867 41,220,040

純損益に組替えられることのな

いその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商

品

 

 

6,124 978,921  2,767 442,305  2,419 386,677

償却原価で測定する金融資産

3.1

3.2

3.4

6.5

6.6

 

1,151,020 183,990,547  1,143,290 182,754,907  1,044,247 166,922,883

金融機関に対する貸出金および

債権
 
 

554,928 88,705,241  567,512 90,716,793  501,295 80,132,006

顧客に対する貸出金および債権   516,281 82,527,518  488,571 78,098,074  458,877 73,351,488

債務証券   79,811 12,757,788  87,206 13,939,879  84,075 13,439,389

金利ヘッジ・ポートフォリオに係

る再評価調整
(2)

 

 

(6,241) (997,624)  (16,115) (2,575,983)  3,194 510,561

当期税金資産および繰延税金資産 6.9  6,303 1,007,535  6,379 1,019,683  5,753 919,617

未収収益、前払金およびその他の

資産
6.10

 
59,313 9,481,183  67,504 10,790,514  34,841 5,569,334

売却目的保有非流動資産および非

継続事業
6.11

 
9 1,439  134 21,420  2,909 465,004
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資産である発行した保険契約 5.3  - -  - -  78 12,468

資産である保有している再保険契

約
5.3

 
1,093 174,716  977 156,173  855 136,672

持分法適用会社に対する投資 6.12  2,599 415,450  4,300 687,355  3,850 615,423

投資不動産 6.13  10,824 1,730,216  11,974 1,914,044  11,305 1,807,104

有形固定資産 6.14  8,586 1,372,472  6,020 962,297  6,093 973,966

無形資産 6.14  3,142 502,249  3,094 494,576  3,180 508,323

のれん 6.15  15,929 2,546,251  15,682 2,506,768  15,632 2,498,775

資産合計   2,189,398 349,975,270  2,138,086 341,773,047  2,089,275 333,970,609

(1) 2022年12月31日現在および2022年1月1日現在の数値は、IFRS第17号の適用により修正再表示されたものである。その影響については、注

記12「会計基準の変更およびその他の事象の影響」を参照。

(2) 金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整の貸借対照表上の表示は、2022年12月31日現在、資産と負債の間で組替えられた。その純

額に変更はなく、2022年12月31日現在、-455百万ユーロ（-72,732百万円）であった。

 

(ⅳ) 貸借対照表－負債および株主持分

 

  

 

2023年12月31日

 2022年12月31日

修正再表示後
(1)

 

2022年1月1日

修正再表示後
(1)

 注記  
百万ユーロ 百万円

 
百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

中央銀行からの預り金 6.1  274 43,799  59 9,431  1,276 203,969

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融負債
6.2

 
357,937 57,216,229  292,639 46,778,344  259,986 41,558,762

売買目的保有金融負債  
 

267,860 42,817,421  238,700 38,156,195  207,726 33,205,001

純損益を通じて公正価値で測

定するものとして指定された

金融負債

 

 

90,077 14,398,808  53,939 8,622,149  52,260 8,353,761

ヘッジ手段のデリバティブ
3.3

3.5

 
30,992 4,954,071  45,644 7,296,193  12,358 1,975,426

償却原価で測定する金融負債   1,290,822 206,337,897  1,324,553 211,729,797  1,269,634 202,950,995

金融機関に対する債務

3.1

3.4

6.7

 

202,623 32,389,287  284,232 45,434,485  314,845 50,327,973

顧客に対する債務
3.4

6.7

 
834,998 133,474,430  825,607 131,973,279  778,845 124,498,373

債務証券
3.4

6.7

 
253,201 40,474,180  214,715 34,322,193  175,944 28,124,648

金利ヘッジ・ポートフォリオに係

る再評価調整
(2)

 

 

(11,586) (1,852,022)  (15,660) (2,503,251)  4,984 796,692

当期税金負債および繰延税金負債 6.9  3,090 493,937  2,207 352,789  2,260 361,261

未払費用、繰延収益およびその他

の負債
6.10

 
60,568 9,681,795  54,708 8,745,074  52,530 8,396,921

売却目的保有非流動資産および非

継続事業に係る負債
6.11

 
21 3,357  205 32,769  2,502 399,945

負債である発行した保険契約 5.3  348,452 55,700,052  331,268 52,953,190  377,218 60,298,297

負債である保有している再保険契

約
5.3

 
76 12,149  92 14,706  67 10,710

引当金 6.16  3,516 562,033  3,521 562,832  4,537 725,239
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劣後債務 6.17  25,317 4,046,922  23,370 3,735,695  26,101 4,172,245

負債合計   2,109,478 337,200,058  2,062,606 329,707,569  2,013,455 321,850,782

株主持分   79,919 12,775,052  75,480 12,065,478  75,820 12,119,827

株主持分－当行グループの持分   71,086 11,363,097  66,519 10,633,062  66,978 10,706,433

資本金および資本剰余金   30,907 4,940,484  29,603 4,732,040  28,495 4,554,926

利益剰余金   36,265 5,796,960  34,865 5,573,170  38,440 6,144,634

その他の包括利益   (2,434) (389,075)  (3,255) (520,312)  69 11,030

非継続事業に係るその他の包

括利益
 
 

- -  - -  (26) (4,156)

当期純利益／（損失）   6,348 1,014,728  5,306 848,164  - -

非支配持分   8,833 1,411,955  8,961 1,432,416  8,842 1,413,394

負債および株主持分合計   2,189,398 349,975,270  2,138,086 341,773,047  2,089,275 333,970,609

(1) 2022年12月31日現在および2022年1月1日現在の数値は、IFRS第17号の適用により修正再表示されたものである。その影響については、注

記12「会計基準の変更およびその他の事象の影響」を参照。

(2) 金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整の貸借対照表上の表示は、2022年12月31日現在、資産と負債の間で組替えられた。その純

額に変更はなく、2022年12月31日現在、-455百万ユーロ（-72,732百万円）であった。
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(ⅴ) 株主持分変動計算書

 

（百万ユーロ） 当行グループの持分

 資本金および資本剰余金  その他の包括利益    

 資本金

資本剰余

金および

利益剰余

金
(3)

自己株式

の消却

その他の

資本性金

融商品

資本金お

よび利益

剰余金合

計  

純損益に

組替えら

れる可能

性のある

その他の

包括利

益／（損

失）

純損益に

組替えら

れること

のないそ

の他の包

括利益／

（損失）

その他の

包括利

益／（損

失）合計  

当期純利

益

株主持分

合計

2022年1月1日現在の株主持分（公表

額）
9,341 53,507 (1,170) 4,888 66,566  2,952 (1,301) 1,651  - 68,217

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
(1)

- 367 - - 367  (1,634) 26 (1,608)  - (1,241)

2022年1月1日現在の株主持分（修正

再表示後）
9,341 53,874 (1,170) 4,888 66,933  1,318 (1,275) 43  - 66,976

増資 (213) (718) - - (931)  - - -  - (931)

保有自己株式の変動 - - 883 - 883  - - -  - 883

資本性金融商品の発行および償還 - (8) - 1,101 1,093  - - -  - 1,093

永久超劣後債の償還 - (404) - - (404)  - - -  - (404)

2022年度に支払った配当金 - (3,173) - - (3,173) - - -  - (3,173)

地域銀行およびそれらの子会社から

の受取配当金
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 18 - - 18  - - -  - 18

株主との取引による変動 (213) (4,285) 883 1,101 (2,514)  - - -  - (2,514)

その他の包括利益の変動 - (17) - - (17)  (4,194) 848 (3,346)  - (3,363)

うち、利益剰余金に組替えられた

純損益に組替えられることのない

資本性金融商品に係るその他の包

括利益／（損失）

- (14) - - (14)  - 14 14  - -

うち、利益剰余金に組替えられた

自己の信用リスクの変動に起因す

るその他の包括利益／（損失）

- (4) - - (4)  - 4 4  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  44 4 48  - 48

2022年度の当期純利益 - - - - -  - - -  5,306 5,306

その他の変動 - 66 - - 66  - - -  - 66

2022年12月31日現在の株主持分（修

正再表示後）
9,128 49,638 (287) 5,989 64,468  (2,832) (423) (3,255)  5,306 66,519

2022年度における純利益の処分 - 5,306 - - 5,306  - - -  (5,306) -

2023年1月1日現在の株主持分（修正

再表示後）
9,128 54,944 (287) 5,989 69,774  (2,832) (423) (3,255)  - 66,519

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
(2)

- (228) - - (228)  375 148 523  - 295

2023年1月1日現在の株主持分（修正

再表示後）
9,128 54,716 (287) 5,989 69,546  (2,457) (275) (2,732)  - 66,814

増資 31 40 - - 71  - - -  - 71

保有自己株式の変動 - - (90) - (90)  - - -  - (90)

資本性金融商品の発行および償還 - (4) - 1,231 1,227  - - -  - 1,227

永久超劣後債の償還 - (454) - - (454)  - - -  - (454)

2023年度に支払った配当金 - (3,168) - - (3,168) - - -  - (3,168)

取得および処分による非支配持分へ

の影響
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 44 - - 44  - - -  - 44

株主との取引による変動 31 (3,542) (90) 1,231 (2,370)  - - -  - (2,370)

その他の包括利益の変動 - 44 - - 44  744 (384) 360  - 404

うち、利益剰余金に組替えられた

純損益に組替えられることのない

資本性金融商品に係るその他の包

括利益／（損失）

- 40 - - 40  - (40) (40)  - -

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 899/1736



うち、利益剰余金に組替えられた

自己の信用リスクの変動に起因す

るその他の包括利益／（損失）

- 3 - - 3  - (3) (3)  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  (71) 9 (62)  - (62)

2023年度の当期純利益 - - - - -  - - -  6,348 6,348

その他の変動 - (48) - - (48)  - - -  - (48)

2023年12月31日現在の株主持分 9,159 51,170 (377) 7,220 67,172  (1,784) (650) (2,434)  6,348 71,086

(1) 2022年1月1日の移行日におけるIFRS第17号適用による株主持分への影響の詳細は、下記の注記「2022年1月1日現在におけるIFRS第17号適

用の株主持分に対する影響」を参照。

(2) 金融資産の再指定に関するIFRS第17号の移行要件に基づく2023年1月1日付の金融資産の指定および分類の変更の詳細は、下記の注記「金

融資産の再指定」を参照。

(3) 自己株式の消却前の利益剰余金

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 900/1736



 

（百万ユーロ）  非支配持分  

     その他の包括利益    

  

資本、関

連する準

備金およ

び利益  

純損益に

組替えら

れる可能

性のある

その他の

包括利

益／（損

失）

純損益に

組替えら

れること

のないそ

の他の包

括利益／

（損失）

その他の

包括利

益／（損

失）合計  

株主持分

合計  

連結株主

持分合計

2022年1月1日現在の株主持分（公表

額）
 8,794  (64) (31) (95)  8,699  76,916

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
(1)

 143  - - -  143  (1,098)

2022年1月1日現在の株主持分（修正再

表示後）
 8,937  (64) (31) (95)  8,842  75,818

増資  -  - - -  -  (931)

保有自己株式の変動  -  - - -  -  883

資本性金融商品の発行および償還  -  - - -  -  1,093

永久超劣後債の償還  (110)  - - -  (110)  (514)

2022年度に支払った配当金  (464)  - - -  (464)  (3,637)

地域銀行およびそれらの子会社からの

受取配当金
 -  - - -  -  -

株式報酬による変動  6  - - -  6  24

株主との取引による変動  (568)  - - -  (568)  (3,082)

その他の包括利益の変動  (3) (95) 39 (56) (59)  (3,422)

うち、利益剰余金に組替えられた純

損益に組替えられることのない資本

性金融商品に係るその他の包括利

益／（損失）

 (2)  - - -  (2)  (2)

うち、利益剰余金に組替えられた自

己の信用リスクの変動に起因するそ

の他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  (9)  3 - 3  (6)  42

2022年度の当期純利益  879  - - -  879  6,185

その他の変動  (127)  - - -  (127)  (61)

2022年12月31日現在の株主持分（修正

再表示後）
 9,109  (156) 8 (148)  8,961  75,480

2022年度における純利益の処分  -  - - -  -  -

2023年1月1日現在の株主持分（修正再

表示後）
 9,109  (156) 8 (148)  8,961  75,480

新会計基準およびIFRICの決定／解釈

指針の影響
(2)

 -  - - -  -  295

2023年1月1日現在の株主持分（修正再

表示後）
 9,109  (156) 8 (148)  8,961  75,775

増資  -  - - -  -  71

保有自己株式の変動  -  - - -  -  (90)

資本性金融商品の発行および償還  (499)  - - -  (499)  728

永久超劣後債の償還  (150)  - - -  (150)  (604)

2023年度に支払った配当金  (465)  - - -  (465)  (3,633)

取得および処分による非支配持分への

影響
 -  - - -  -  -

株式報酬による変動  10  - - -  10  54

株主との取引による変動  (1,104)  - - -  (1,104)  (3,474)

その他の包括利益の変動  -  (34) (26) (60)  (60)  344

うち、利益剰余金に組替えられた純

損益に組替えられることのない資本

性金融商品に係るその他の包括利

益／（損失）

 -  - - -  -  -
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うち、利益剰余金に組替えられた自

己の信用リスクの変動に起因するそ

の他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  -  (2) 2 -  -  (62)

2023年度の当期純利益  995  - - -  995  7,343

その他の変動  41  - - -  41  (7)

2023年12月31日現在の株主持分  9,041  (192) (16) (208)  8,833  79,919

(1) 2022年1月1日の移行日におけるIFRS第17号適用による株主持分への影響の詳細は、下記の注記「2022年1月1日現在におけるIFRS第17号適

用の株主持分に対する影響」を参照。

(2) 金融資産の再指定に関するIFRS第17号の移行要件に基づく2023年1月1日付の金融資産の指定および分類の変更の詳細は、下記の注記「金

融資産の再指定」を参照。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書
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（百万円） 当行グループの持分

 資本金および資本剰余金  その他の包括利益    

 資本金

資本剰余金

および利益

剰余金
(3)

自己株式の

消却

その他の資

本性金融商

品

資本金およ

び利益

剰余金合計  

純損益に組

替えられる

可能性のあ

るその他の

包括利益／

（損失）

純損益に組

替えられる

ことのない

その他の包

括利益／

（損失）

その他の包

括利益／

（損失）合

計  当期純利益株主持分合計

2022年1月1日現在の株主持分（公表額） 1,493,159 8,553,094 (187,025) 781,347 10,640,575  471,877 (207,965) 263,912  - 10,904,487

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指

針の影響
(1)

- 58,665 - - 58,665  (261,195) 4,156 (257,039)  - (198,374)

2022年1月1日現在の株主持分（修正再表

示後）
1,493,159 8,611,759 (187,025) 781,347 10,699,240  210,682 (203,809) 6,874  - 10,706,114

増資 (34,048) (114,772) - - (148,820)  - - -  - (148,820)

保有自己株式の変動 - - 141,148 - 141,148  - - -  - 141,148

資本性金融商品の発行および償還 - (1,279) - 175,995 174,716  - - -  - 174,716

永久超劣後債の償還 - (64,579) - - (64,579)  - - -  - (64,579)

2022年度に支払った配当金 - (507,204) - - (507,204) - - -  - (507,204)

地域銀行およびそれらの子会社からの受

取配当金
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 2,877 - - 2,877  - - -  - 2,877

株主との取引による変動 (34,048) (684,957) 141,148 175,995 (401,863)  - - -  - (401,863)

その他の包括利益の変動 - (2,717) - - (2,717)  (670,411) 135,553 (534,858)  - (537,576)

うち、利益剰余金に組替えられた純損

益に組替えられることのない資本性金

融商品に係るその他の包括利益／（損

失）

- (2,238) - - (2,238)  - 2,238 2,238  - -

うち、利益剰余金に組替えられた自己

の信用リスクの変動に起因するその他

の包括利益／（損失）

- (639) - - (639)  - 639 639  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  7,033 639 7,673  - 7,673

2022年度の当期純利益 - - - - -  - - -  848,164 848,164

その他の変動 - 10,550 - - 10,550  - - -  - 10,550

2022年12月31日現在の株主持分（修正再

表示後）
1,459,111 7,934,634 (45,877) 957,342 10,305,210  (452,695) (67,617) (520,312)  848,164 10,633,062

2022年度における純利益の処分 - 848,164 - - 848,164  - - -  (848,164) -

2023年1月1日現在の株主持分（修正再表

示後）
1,459,111 8,782,798 (45,877) 957,342 11,153,374  (452,695) (67,617) (520,312)  - 10,633,062

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指

針の影響
(2)

- (36,446) - - (36,446)  59,944 23,658 83,602  - 47,156

2023年1月1日現在の株主持分（修正再表

示後）
1,459,111 8,746,353 (45,877) 957,342 11,116,928  (392,751) (43,959) (436,710)  - 10,680,218

増資 4,955 6,394 - - 11,349  - - -  - 11,349

保有自己株式の変動 - - (14,387) - (14,387)  - - -  - (14,387)

資本性金融商品の発行および償還 - (639) - 196,775 196,136  - - -  - 196,136

永久超劣後債の償還 - (72,572) - - (72,572)  - - -  - (72,572)

2023年度に支払った配当金 - (506,405) - - (506,405) - - -  - (506,405)

取得および処分による非支配持分への影

響
- - - - -  - - -  - -

株式報酬による変動 - 7,033 - - 7,033  - - -  - 7,033

株主との取引による変動 4,955 (566,189) (14,387) 196,775 (378,845)  - - -  - (378,845)

その他の包括利益の変動 - 7,033 - - 7,033  118,928 (61,382) 57,546  - 64,579

うち、利益剰余金に組替えられた純損

益に組替えられることのない資本性金

融商品に係るその他の包括利益／（損

失）

- 6,394 - - 6,394  - (6,394) (6,394)  - -

うち、利益剰余金に組替えられた自己

の信用リスクの変動に起因するその他

の包括利益／（損失）

- 480 - - 480  - (480) (480)  - -

持分法適用会社の変動に対する持分 - - - - -  (11,349) 1,439 (9,911)  - (9,911)
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2023年度の当期純利益 - - - - -  - - -  1,014,728 1,014,728

その他の変動 - (7,673) - - (7,673)  - - -  - (7,673)

2023年12月31日現在の株主持分 1,464,066 8,179,525 (60,263) 1,154,117 10,737,444  (285,172) (103,903) (389,075)  1,014,728 11,363,097

(1) 2022年1月1日の移行日におけるIFRS第17号適用による株主持分への影響の詳細は、下記の注記「2022年1月1日現在におけるIFRS第17号適

用の株主持分に対する影響」を参照。

(2) 金融資産の再指定に関するIFRS第17号の移行要件に基づく2023年1月1日付の金融資産の指定および分類の変更の詳細は、下記の注記「金

融資産の再指定」を参照。

(3) 自己株式の消却前の利益剰余金

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 904/1736



 

（百万円）  非支配持分  

     その他の包括利益    

  

資本、関連

する準備金

および利益  

純損益に組

替えられる

可能性のあ

るその他の

包括利益／

（損失）

純損益に組

替えられる

ことのない

その他の包

括利益／

（損失）

その他の包

括利益／

（損失）合

計  

株主持分合

計  

連結株主持分

合計

2022年1月1日現在の株主持分（公表額）  1,405,721  (10,230) (4,955) (15,186)  1,390,535  12,295,023

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指針の

影響
(1)

 22,859  - - -  22,859  (175,515)

2022年1月1日現在の株主持分（修正再表示

後）
 1,428,579  (10,230) (4,955) (15,186)  1,413,394  12,119,507

増資  -  - - -  -  (148,820)

保有自己株式の変動  -  - - -  -  141,148

資本性金融商品の発行および償還  -  - - -  -  174,716

永久超劣後債の償還  (17,584)  - - -  (17,584)  (82,163)

2022年度に支払った配当金  (74,170)  - - -  (74,170)  (581,374)

地域銀行およびそれらの子会社からの受取

配当金
 -  - - -  -  -

株式報酬による変動  959  - - -  959  3,836

株主との取引による変動  (90,795)  - - -  (90,795)  (492,658)

その他の包括利益の変動  (480) (15,186) 6,234 (8,952) (9,431)  (547,007)

うち、利益剰余金に組替えられた純損益に

組替えられることのない資本性金融商品に

係るその他の包括利益／（損失）

 (320)  - - -  (320)  (320)

うち、利益剰余金に組替えられた自己の信

用リスクの変動に起因するその他の包括利

益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  (1,439)  480 - 480  (959)  6,714

2022年度の当期純利益  140,508  - - -  140,508  988,672

その他の変動  (20,301)  - - -  (20,301)  (9,751)

2022年12月31日現在の株主持分（修正再表

示後）
 1,456,074  (24,937) 1,279 (23,658)  1,432,416  12,065,478

2022年度における純利益の処分  -  - - -  -  -

2023年1月1日現在の株主持分（修正再表示

後）
 1,456,074  (24,937) 1,279 (23,658)  1,432,416  12,065,478

新会計基準およびIFRICの決定／解釈指針の

影響
(2)

 -  - - -  -  47,156

2023年1月1日現在の株主持分（修正再表示

後）
 1,456,074  (24,937) 1,279 (23,658)  1,432,416  12,112,634

増資  -  - - -  -  11,349

保有自己株式の変動  -  - - -  -  (14,387)

資本性金融商品の発行および償還  (79,765)  - - -  (79,765)  116,371

永久超劣後債の償還  (23,978)  - - -  (23,978)  (96,549)

2023年度に支払った配当金  (74,330)  - - -  (74,330)  (580,735)

取得および処分による非支配持分への影響  -  - - -  -  -

株式報酬による変動  1,599  - - -  1,599  8,632

株主との取引による変動  (176,474)  - - -  (176,474)  (555,319)

その他の包括利益の変動  -  (5,435) (4,156) (9,591)  (9,591)  54,988

うち、利益剰余金に組替えられた純損益に

組替えられることのない資本性金融商品に

係るその他の包括利益／（損失）

 -  - - -  -  -

うち、利益剰余金に組替えられた自己の信

用リスクの変動に起因するその他の包括利

益／（損失）

 -  - - -  -  -

持分法適用会社の変動に対する持分  -  (320) 320 -  -  (9,911)

2023年度の当期純利益  159,051  - - -  159,051  1,173,779

その他の変動  6,554  - - -  6,554  (1,119)

2023年12月31日現在の株主持分  1,445,204  (30,691) (2,558) (33,249)  1,411,955  12,775,052
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(1) 2022年1月1日の移行日におけるIFRS第17号適用による株主持分への影響の詳細は、下記の注記「2022年1月1日現在におけるIFRS第17号適

用の株主持分に対する影響」を参照。

(2) 金融資産の再指定に関するIFRS第17号の移行要件に基づく2023年1月1日付の金融資産の指定および分類の変更の詳細は、下記の注記「金

融資産の再指定」を参照。
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(ⅵ) キャッシュ･フロー計算書

 

当キャッシュ･フロー計算書は、間接法を用いて表示されている。

営業活動は、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益生成活動を示している。

税金に係るインフローおよびアウトフローはすべて、営業活動に含まれている。

投資活動は、連結会社および非連結会社に対する投資、有形固定資産ならびに無形資産の購入および売却

に係るキャッシュ・インフローおよびキャッシュ･アウトフローの影響を示している。このセクションには、

「純損益を通じて公正価値で測定」または「組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で

測定」の区分に分類される戦略的株式投資が含まれる。

財務活動は、株主持分および長期借入金に関する財務構造取引に係るキャッシュ・インフローおよび

キャッシュ･アウトフローの影響を示している。

非継続事業の営業活動、投資活動および財務活動に帰属するキャッシュ・フローの純額は、キャッシュ・

フロー計算書において個別の項目として記載されている。

現金および現金同等物純額には、現金、中央銀行預け金および預り金ならびに金融機関に対する要求払預

け金および預り金が含まれる。

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 907/1736



 

  
 

2023年12月31日  
2022年12月31日

修正再表示後
(6)

 注記
 

百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

税引前利益   9,547 1,526,088  7,871 1,258,179

有形固定資産および無形資産の減価償却費お

よび減損（純額）
 

 
1,151 183,987  1,104 176,474

のれんおよびその他の固定資産の減損 6.15  (2) (320)  - -

引当金繰入額純額   9,661 1,544,311  (6,882) (1,100,088)

持分法適用会社の純利益／（損失）持分   (197) (31,490)  (371) (59,304)

投資活動による利益／（損失）純額   (85) (13,587)  (14) (2,238)

財務活動による利益／（損失）純額   3,525 563,471  2,497 399,145

その他の変動   1,677 268,068  (203) (32,450)

税引前利益に含まれる非現金項目およびその

他の調整項目合計
 

 
15,730 2,514,441  (3,869) (618,460)

銀行間項目の変動
(1)   (67,617) (10,808,577)  (66,705) (10,662,794)

顧客項目の変動   (14,303) (2,286,335)  14,154 2,262,517

金融資産および金融負債の変動   9,390 1,500,992  80,677 12,896,218

非金融資産および非金融負債の変動   11,383 1,819,573  (30,004) (4,796,139)

持分法適用会社からの配当金受取額
(2)   618 98,787  679 108,538

法人所得税支払額   (1,260) (201,411)  (1,213) (193,898)

営業活動において使用された資産および負債

の変動純額
 

 
(61,789) (9,876,972)  (2,412) (385,558)

非継続事業による現金収入／（支出）   - -  (127) (20,301)

営業活動による現金収入／（支出）純額合計

[A]
 

 
(36,512) (5,836,443)  1,463 233,861

株式投資の変動
(3)   10,737 1,716,309  (3,606) (576,419)

有形固定資産および無形資産の変動   (885) (141,467)  (1,042) (166,564)

非継続事業による現金収入／（支出）   - -  (387) (61,862)

投資活動による現金収入／（支出）純額合計

[B]
 

 
9,852 1,574,842  (5,035) (804,845)

株主から受け取った／（に支払った）

現金
(4)  

 
(3,463) (553,561)  (3,226) (515,676)

財務活動による現金収入／（支出）純額
(5)   20,010 3,198,599  3,706 592,404

非継続事業による現金収入／（支出）   - -  118 18,862

財務活動による現金収入／（支出）純額合計

[C]
 

 
16,546 2,644,878  598 95,590

現金および現金同等物に対する為替レートの

変動の影響[D]
 

 
(2,735) (437,190)  (1,273) (203,489)

現金および現金同等物の増加／（減少）純額

[A＋B＋C＋D]
 

 
(12,849) (2,053,913)  (4,247) (678,883)

現金および現金同等物期首残高   155,431 24,845,645  159,678 25,524,528

現金勘定ならびに中央銀行預け金および預り

金の残高純額
*  

 
207,577 33,181,183  236,696 37,835,856

金融機関に対する要求払預け金および預り金

の残高純額
**  

 
(52,146) (8,335,538)  (77,018) (12,311,327)

現金および現金同等物期末残高   142,584 22,792,052  155,431 24,845,645

現金勘定ならびに中央銀行預け金および預り

金の残高純額
*  

 
177,002 28,293,770  207,577 33,181,183
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金融機関に対する要求払預け金および預り金

の残高純額
**  

 
(34,418) (5,501,717)  (52,146) (8,335,538)

現金および現金同等物の変動純額   (12,848) (2,053,753)  (4,247) (678,883)

* 　「現金ならびに中央銀行預け金および預り金」の項目の残高純額（経過利息を除き、非継続事業に分類変更された

事業体の現金を含む。）から構成されている。

** 注記6.5記載の「貸倒が懸念されない当座貸越」および「貸倒が懸念されないコールローン」ならびに注記6.7記載

の「当座預金」および「コールマネー」（経過利息を除き、クレディ・アグリコルの内部取引を含む。）の残高か

ら構成されている。

(1) TLTRO Ⅲの返済によるキャッシュ・フロー純額：

2023年度におけるTLTRO Ⅲの返済額は-68十億ユーロ（-10,870十億円）であった。

(2) 持分法適用会社からの配当金受取額：

2023年12月31日現在、この金額には、CAオート・バンクから受領した+550百万ユーロ（+87,918百万円）の配当金お

よびアムンディの子会社から受領した+23百万ユーロ（+3,677百万円）の配当金が含まれていた。

(3) 株式投資の変動：

この項目は、株式投資の取得および処分による現金に対する正味の影響を表している。

2023年12月31日現在の連結株式投資（子会社および持分法適用会社）の取得および処分による当行グループの現金

持高に対する正味影響額は+11,702百万ユーロ（+1,870,565百万円）である。主な取引は、ステランティスが保有し

ていたCAオート・バンクの残りの50％の証券を+929百万ユーロ（+148,501百万円）で取得したことに伴うキャッ

シュ・フロー純額の影響、クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファクタリングによるワテアの買収に伴

う-31百万ユーロ（-4,955百万円）の現金支払い、ドリヴァリアによるALDおよびリースプランの事業の買収に伴う-

206百万ユーロ（-32,929百万円）の現金純額、ならびにCACEISによるRBCインベスター・サービシズの資産サービシ

ング事業の買収に伴う+11,010百万ユーロ（+1,759,949百万円）に関するものである。

同期間において、非連結持分投資の取得および処分による当行グループの現金持高に対する正味影響額は-917百万

ユーロ（-146,582百万円）であり、主に保険投資によるものであった。

(4) 株主から受け取った（に支払った）現金：

この金額は、主にクレディ・アグリコル・グループが支払った-3,486百万ユーロ（-557,237百万円）の配当金（株

式による配当を除く。）で構成され、その内訳は以下のとおりである。

－クレディ・アグリコル・エス・エーが支払った配当金-3,168百万ユーロ（-506,405百万円）

－非支配持分が支払った配当金-465百万ユーロ（-74,330百万円）

－株式として取り扱われる期限の定めのない金融商品に係る配当に相当する利息-604百万ユーロ（-96,549百万円）

この金額はまた、資本性金融商品の発行による1,250百万ユーロ（199,813百万円）および資本性金融商品の期限前

償還による499百万ユーロ（79,765百万円）を反映している。

(5) 財務活動によるその他のキャッシュ・フローの純額：

2023年12月31日現在、債券の発行額は合計+45,498百万ユーロ（+7,272,855百万円）であり、償還額は-24,288百万

ユーロ（-3,882,437百万円）であった。劣後債務の発行額は+1,703百万ユーロ（+272,225百万円）であった。

この項目には劣後債務および債券に係る-13,525百万ユーロ（-2,161,971百万円）の利息支払からのキャッシュ・フ

ローも含まれている。

(6) 2022年12月31日現在の数値は、IFRS第17号の適用により修正再表示されたものである。その影響については、注記

12「会計基準の変更およびその他の事象の影響」を参照。
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(3) 2023年1月1日現在におけるIFRS第17号適用の影響に関する注記

 

2022年1月1日現在におけるIFRS第17号適用の株主持分に対する影響

IFRS第17号は、遡及適用が求められており、比較情報の修正再表示が義務付けられている。

移行日である2022年1月1日現在、この新基準の適用による当行グループの株主持分への影響は、下表のと

おりである。

 

 連結株主持分

 百万ユーロ 百万円

2021年12月31日現在の株主持分－IFRS第4号 76,916 12,295,023

剰余金に対する影響 510 81,524

オーバーレイ・アプローチ適用廃止による影響額 3,626 579,616

純損益を通じて公正価値で測定する投資不動産の再測定（IFRS第17号により修正さ

れたIAS第40号）
2,761 441,346

純損益を通じて公正価値で測定する関連会社および共同支配企業に対する投資の再

測定（IFRS第17号により修正されたIAS第28号）
208 33,249

IFRS第17号が常に適用されていれば存在しなかったであろう既存残高の認識の中止 262,090 41,895,087

IFRS第17号を適用した資産および負債の測定および認識 (277,989) (44,436,542)

株主持分に認識された保険金融収益または保険金融費用の認識 9,814 1,568,768

純損益に組替えられるその他の包括利益／（損失）に対する影響 (1,634) (261,195)

オーバーレイ・アプローチ適用廃止による影響額 (3,626) (579,616)

IFRS第17号が常に適用されていれば存在しなかったであろう既存残高の認識の中止 11,805 1,887,029

株主持分に認識された保険金融収益または保険金融費用の認識 (9,813) (1,568,608)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益に対する影響 26 4,156

IFRS第17号が常に適用されていれば存在しなかったであろう既存残高の認識の中止 27 4,316

株主持分に認識された保険金融収益または保険金融費用の認識 (1) (160)

合計－IFRS第17号の初度適用による株主持分に対する影響 (1,098) (175,515)

2022年1月1日現在の株主持分－IFRS第17号 75,818 12,119,507

 

金融資産の再指定

IFRS第17号の移行要件に基づき、IFRS第17号より前にIFRS第9号を適用していた企業（当行グループの場合

と同様）は、IFRS第17号の初度適用日に、（IFRS第9号の分類要件に基づき）従前に適用した金融資産の分類

および指定を変更することが認められており、場合によっては変更することが求められる。

これらの規定の適用に際し、当行グループは、IFRS第17号の初度適用日（2023年1月1日）付で特定の金融

資産の指定および分類を遡及的に変更した。当行グループは、これらの指定または分類の変更を反映するた

めに過去の期間の数値を修正再表示しないことを選択した。したがって、当行グループは、2023年1月1日現

在の株主持分の期首残高において、これらの金融資産の従前の帳簿価額と初度適用日の帳簿価額とのすべて

の差額を認識した。

下表は、金融資産の再指定に関するIFRS第17号の移行規定の適用直前および適用直後に決定された、該当

する金融資産の測定区分および帳簿価額の概要である。

 

次へ
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金融資産 2022年12月31日 2023年1月1日

   

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

 

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資

産

 償却原価で測定する金

融資産

（百万ユーロ） 帳簿価額

 

売買目的保

有

金融資産

純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融資産

 

純損益に組替

えられる可能

性のあるその

他の包括利益

を通じて公正

価値で測定す

る負債性金融

商品

純損益に組替

えられること

のないその他

の包括利益を

通じて公正価

値で測定する

資本性金融商

品

 

貸出金およ

び

債権 債務証券

資本性金融

商品

SPPI要件を

満たさない

負債性金融

商品

資産担保ユ

ニット・リ

ンク契約

純損益を通

じて公正価

値で測定す

るものとし

て指定され

た金融資産

純損益を通

じて公正価

値で測定す

るその他の

負債性金融

商品

純損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産
190,999  - 38,665 66,750 81,939 - -  - 3,645  - -

売買目的保有金融資産 -  -            

純損益を通じて公正価値で

測定するその他の金融資産
190,999  - 38,665 66,750 81,939 - -  - 3,645  - -

資本性金融商品 42,310  - 38,665 - - - -  - 3,645  - -

SPPI要件を満たさない負

債性金融商品
66,750  - - 66,750 - - -  - -  - -

資産担保ユニット・リン

ク契約
81,939  - - - 81,939 - -  - -  - -

純損益を通じて公正価値

で測定するものとして指

定された金融資産

-  - - - - - -  - -  - -

純損益を通じて公正価値

で測定するその他の負債

性金融商品

-  - - - - - -  - -  - -

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する金融資産
175,458  - - - - - 2,837  171,879 119  - 623

純損益に組替えられる可能

性のあるその他の包括利益

を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

175,339  - - - - - 2,837  171,879 -  - 623

純損益に組替えられること

のないその他の包括利益を

通じて公正価値で測定する

資本性金融商品

119  - - - - - -  - 119  - -

償却原価で測定する金融資産 2,310  - - - - - 30  - -  828 1,452

貸出金および債権 828  - - - - - -  - -  828 -

債務証券 1,482  - - - - - 30  - -  - 1,452

IFRS第17号の初度適用日直前の金

融資産の帳簿価額
368,767  - - - - - -  - -  - -

帳簿価額の修正再表示 -  - - - - - (5) - -  - 384

IFRS第17号の初度適用日の金融資

産の帳簿価額
-  - 38,665 66,750 81,939 - 2,862  171,879 3,764  828 2,459
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金融資産 2022年12月31日  2023年1月1日

   

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

 

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資

産

 償却原価で測定する金

融資産

（百万円） 帳簿価額

 

売買目的

保有

金融資産

純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融資産

 

純損益に組替

えられる可能

性のあるその

他の包括利益

を通じて公正

価値で測定す

る負債性金融

商品

純損益に組替

えられること

のないその他

の包括利益を

通じて公正価

値で測定する

資本性金融商

品

 

貸出金およ

び

債権 債務証券

資本性金融商

品

SPPI要件を満

たさない負債

性金融商品

資産担保ユ

ニット・リン

ク契約

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

ものとし

て指定さ

れた金融

資産

純損益を通

じて公正価

値で測定す

るその他の

負債性金融

商品

純損益を通じて公正価値で測定

する金融資産
30,531,190  - 6,180,600 10,669,988 13,097,949 - -  - 582,653  - -

売買目的保有金融資産 -  -            

純損益を通じて公正価値

で測定するその他の金融

資産

30,531,190  - 6,180,600 10,669,988 13,097,949 - -  - 582,653  - -

資本性金融商品 6,763,254  - 6,180,600 - - - -  - 582,653  - -

SPPI要件を満たさない

負債性金融商品
10,669,988  - - 10,669,988 - - -  - -  - -

資産担保ユニット・リ

ンク契約
13,097,949  - - - 13,097,949 - -  - -  - -

純損益を通じて公正価

値で測定するものとし

て指定された金融資産

-  - - - - - -  - -  - -

純損益を通じて公正価

値で測定するその他の

負債性金融商品

-  - - - - - -  - -  - -

その他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産
28,046,961  - - - - - 453,494  27,474,858 19,022  - 99,587

純損益に組替えられる可

能性のあるその他の包括

利益を通じて公正価値で

測定する負債性金融商品

28,027,939  - - - - - 453,494  27,474,858 -  - 99,587

純損益に組替えられるこ

とのないその他の包括利

益を通じて公正価値で測

定する資本性金融商品

19,022  - - - - - -  - 19,022  - -

償却原価で測定する金融資産 369,254  - - - - - 4,796  - -  132,356 232,102

貸出金および債権 132,356  - - - - - -  - -  132,356 -

債務証券 236,898  - - - - - 4,796  - -  - 232,102

IFRS第17号の初度適用日直前の

金融資産の帳簿価額
58,947,405  - - - - - -  - -  - -

帳簿価額の修正再表示 -  - - - - - (799) - -  - 61,382

IFRS第17号の初度適用日の金融

資産の帳簿価額
-  - 6,180,600 10,669,988 13,097,949 - 457,491  27,474,858 601,675  132,356 393,071

 

 

次へ
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2023年1月1日付で当行グループが行った分類変更では、一方では、特定の資本性金融商品についてその他

の包括利益を通じて公正価値で測定するものとして指定し、他方では、一部の負債性金融商品について事業

モデルの再評価を行った。後者がこの再評価の対象となったのは、それらの金融商品がIFRS第17号の適用範

囲に該当する契約に関連する活動のために保有されていたためである。当行グループは、従来はその他の包

括利益を通じて公正価値で測定していた特定の負債性金融商品または償却原価で測定していた特定の負債性

金融商品を、当該金融商品の事業モデルがデフォルトのモデル（その他／売却モデル）であったことを考慮

して、純損益を通じて公正価値で再測定した。当該金融商品は、クレディ・アグリコル・エス・エーが発行

し、クレディ・アグリコル・アシュランスが引き受けた債券のみである。さらに、当行グループは、従来は

その他の包括利益を通じて公正価値で測定していた一部の負債性金融商品を、契約上のキャッシュ・フロー

を回収するために金融資産を保有することを主たる目的とする事業モデル（回収モデル）の下で保有してい

ることを考慮して、償却原価で再測定した。これらは、プレディカの資産のリングフェンスの一部として、

株式および保険にリングフェンスとして割り当てられた資産である（そのため、VFAモデルを使用して測定さ

れる契約の基礎となる項目ではなくなった。）。

留意事項として、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2018年1月1日以降、保険契約に関連する活動の

ために保有する金融資産のうち、2016年9月にIASBにより公表されたIFRS第4号の改訂（IFRS第9号「金融商

品」をIFRS第4号「保険契約」に適用する。）で定められた選択肢に従って指定されたものについて、オー

バーレイ・アプローチを使用していた。

このアプローチは、IFRS第9号の発効日と、2023年1月1日以降にIFRS第4号に置き換わった保険契約に関す

る新基準（IFRS第17号）の発効日との間の不一致による一時的な会計上の影響に対して、救済措置を提供す

るものであった。これにより、損益計算書上、IFRS第17号の発効日前にIFRS第9号を適用したことによる追加

的な会計上のミスマッチおよび一時的なボラティリティの一部が解消された。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 913/1736



 

(4) 連結財務書類に対する注記

 

注記1　適用された当行グループの会計方針および会計原則、評価ならびに見積り

 

1.1　適用された基準および比較可能性

 

別段の記載がない限り、本財務報告書に記載された金額はすべてユーロで表示し、百万ユーロ単位（小数

点以下四捨五入）で記載している。百万ユーロ未満を四捨五入することにより、表中の合計および小計が一

致しないことがある。

EC規則第1606/2002号に従い、連結財務書類は、2023年12月31日現在で適用可能な、欧州連合が採用した

IAS/IFRSの基準およびIFRICの解釈指針（「カーブアウト」版）に準拠して作成されており、マクロ・ヘッジ

会計に関してIAS第39号の特定の適用免除規定を利用している。

これらの基準および解釈指針は、以下の欧州委員会のホームページで閲覧可能である。

https://ec.europa.eu/info/business-economy-euro/company-reporting-and-auditing/company-

reporting/financial-reporting_en

当該基準および解釈指針は、2022年12月31日に終了した事業年度の当行グループの財務書類で適用され説

明されたものと同一である。

それらは、2023年12月31日現在で欧州連合によって採択され、2023事業年度に初度適用が義務付けられて

いるIFRSの基準によって補足されている。

当該基準および解釈指針には、以下が含まれる。

 

基準、改訂または解釈指針

初度適用日

(以下の日以降に

開始する事業年度)

当行グループ

に対する

重大な影響の有無

IFRS第17号「保険契約」

IFRS第4号「保険契約」を置き換えるIFRS第17号
2023年1月1日 有

IFRS第17号の改訂

IFRS第17号とIFRS第9号を同時に初めて適用する企業の比較情報
2023年1月1日 無

(1)

IAS第1号

会計方針の開示
2023年1月1日 無

IAS第8号

会計上の見積りの定義
2023年1月1日 無

IAS第12号

単一の取引から生じた資産および負債に係る繰延税金
2023年1月1日 無

IAS第12号

国際的な税制改革－第2の柱モデルルール
2023年1月1日 無

(1) クレディ・アグリコル・グループは、2018年1月1日より、保険業務についてIFRS第9号を適用している。したがっ

て、本改訂の第C28A項から第C28E項による影響は受けない。さらに、IFRS第17号の移行日からIFRS第17号の適用

開始日までの間に認識を中止した金融資産の比較情報の表示に関して、本改訂の第C33A項が定めるオプション

（分類上書き）は適用していない。

 

また、欧州連合が採用した基準および解釈指針の早期適用は一定期間は任意であるため、特段の記載がな

い限り、当行グループではかかる早期適用を行っていない。

 

2023年12月31日現在で欧州連合によって採用され、当行グループにおいて適用されており、当行グループに

影響を与える基準および解釈指針

 

IFRS第17号「保険契約」
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IFRS第17号は、IFRS第4号に置き換わるものである。この基準は、2023年1月1日以降に開始する事業年度よ

り強制適用される。

2021年11月19日に欧州連合により採用されたIFRS第17号では、世代間で共有のある契約およびキャッ

シュ・フローが一致する契約について同基準の年次コホートの要件の適用免除を認めるオプションが含まれ

ている。

当行グループは、2023年1月1日から初めて、その財務書類にIFRS第17号およびIFRS第17号による他のIFRS

基準の改訂を適用した。当行グループに影響を与える他のIFRS基準の主な変更は、IAS第28号およびIAS第40

号の改訂である。これにより、直接連動有配当保険契約の基礎となる項目である投資不動産ならびに関連会

社および共同支配企業に対する投資について、純損益を通じて公正価値での測定が認められる。この定義に

該当しない投資不動産の会計方針および会計原則に変更はない。すなわち、取得原価から、その使用開始時

以降の減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額で認識されている。

IFRS第17号では遡及適用が求められるため、比較情報も修正再表示が義務付けられる。したがって、2023

事業年度の財務書類において、2022事業年度に関する比較情報は修正再表示され、移行日（2022年1月1日）

現在の貸借対照表も表示されている。

IFRS第17号の適用開始による2022年1月1日現在の当行グループの連結財務書類への影響については、株主

持分変動計算書および上記の注記「2022年1月1日現在におけるIFRS第17号適用の株主持分に対する影響」に

記載されている。

移行日において保険契約の測定に使用された方法ならびに修正遡及アプローチの適用によるCSM（契約上の

サービス・マージン）、保険収益および保険金融収益または保険金融費用に関連する金額への影響に関する

追加情報は、下記の注記5.3の移行期の金額に関する表に記載されている。

IFRS第17号は、適用範囲内の契約（すなわち、発行した保険契約、発行した再保険契約および保有してい

る再保険契約、ならびに（企業が保険契約も発行している場合）発行した裁量権付有配当投資契約）の認

識、測定および表示についての原則、ならびにこれらの情報の開示についての規定を定めるものである。

同基準の適用により、これらの点について重大な変更が生じた。

 

認識および測定の変更

当行グループは、IFRS第4号で認められていたように、従前、フランスの会計基準に従い保険契約および裁

量権付有配当投資契約を認識していた。ただし、IFRS第4号により導入された、平衡準備金、シャドウ・アカ

ウンティングおよび負債十分性テストに関する特定の要件を除く。

これらの原則は、保険契約の測定および認識について新たな原則を定めるIFRS第17号の適用後は適用され

なくなった。IFRS第17号は、保険契約について将来に向かって一般モデルを導入している。これにより、契

約グループは、保険契約に従いサービスを提供するにつれて認識する将来予想キャッシュ・フローの現在価

値の見積り、非金融リスクに係る明示的な調整、および未稼得利益に相当する契約上のサービス・マージン

に基づいて測定される。

要約すると、保険契約の認識および測定に関するIFRS第17号の主な要件を適用することにより、当行グ

ループは、以下の事項を行うことになった。

・保険契約を、所定の不確実な将来事象（保険事故）が他の当事者（保険契約者）に不利な影響を与えた

場合に保険契約者に補償することに同意することにより、保険契約者から重大な保険リスクを引き受け

るものとして識別すること。

・特定の組込デリバティブ、別個の投資要素、別個の財またはサービス（保険契約に基づき提供される

サービスを除く。）を保険契約から分離し、それらに適用される基準に基づき会計処理すること。

・保険契約をその特性および予想される収益性に基づき集約すること。まず、当初認識時に、保険契約の

ポートフォリオ（類似のリスクを有し、一括で管理されている契約）を識別し、これらのそれぞれの

ポートフォリオを3つのグループ（不利な契約、その後に不利となる可能性が大きくない契約、および残

りの契約）に分類する。この分類では、発行時点が1年超離れた契約を同一グループに含めることはでき
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ない（ただし、オプションで、世代間で共有のある契約およびキャッシュ・フローが一致する契約につ

いては、EUの適用除外規定によりこの要件の免除が認められている。）ことを認識した上で行う。

・当初認識時に、以下の合計額で契約グループを認識し、測定すること。

－履行キャッシュ・フロー（すなわち、貨幣の時間価値および金融リスクを反映するための調整ならび

に非金融リスクの調整を行った将来キャッシュ・フローの見積りであり、観察可能な市場データと同

様の方法で入手可能なすべての情報を含むものでなければならない。）

－契約上のサービス・マージン（CSM）。これは、保険契約に基づくサービスが保険契約者に提供される

につれて純損益に認識される未稼得利益に相当する。契約グループが残存カバー期間にわたり不利と

なることが見込まれる場合、損失は純損益に即時に認識される。

・その後の各報告期間において、以下の合計額で契約グループを認識し、測定すること。

－将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローおよび当該日現在の契約上のサービス・マージンで構

成される、残存カバーに係る負債

－過去のサービスに係る履行キャッシュ・フローで構成される、発生保険金に係る負債

・関連する保険契約グループが認識される前に支払われたか、または発生した保険獲得キャッシュ・フ

ローに係る資産を認識すること。これらのキャッシュ・フローが関連する契約グループの測定に含めら

れる時に、当該資産の認識を中止する。

契約の一般モデルは、特定の特性を有する一部の契約について調整されている。

したがって、同基準では、直接連動有配当保険契約については、変動手数料アプローチ（VFA）として知ら

れる測定モデルの適用を要求している。かかる契約については、契約により、所定の基礎となる項目の公正

価値と同額から、提供されるサービスの報酬として基礎となる項目に基づき決定される変動手数料を差し引

いた金額を、企業が保険契約者に支払う義務が生じるという事実を反映するよう、一般モデルの事後測定の

要件が修正されている。

さらに、同基準では、契約グループの残存カバーに係る負債の測定において、保険料配分アプローチ

（PAA）として知られる簡便的な測定モデルを適用することを認めている。ただし、この測定が一般モデルを

適用した場合の測定結果と大きく異ならないこと、またはグループ内の個々の契約のカバー期間が1年を超え

ないことを条件とする。

 

注記における表示および開示要件の変更

IFRS第17号（およびIFRS第17号により改訂されたIAS第1号）の表示要件に従い、貸借対照表、損益計算

書、ならびに当期純利益およびその他の包括利益／（損失）計算書における保険契約に関連する項目の表示

は、現行の表示から大幅に変更されている。

その結果、IFRS第4号に基づく保険契約の測定に関連して従前に認識されていた様々な項目を含む貸借対照

表項目は表示されなくなった（保険契約者の繰延利益分配、保険会社の保険契約準備金等）。

同様に、保険契約に関連して従前に認識されていた収益および費用を含む損益計算書項目についても表示

されなくなった（特に、オーバーレイ・アプローチに基づきその他の包括利益に組替えた金額）。

最後に、損益計算書およびその他の包括利益計算書では、シャドウ・アカウンティングおよびオーバーレ

イ・アプローチに関する項目は（これらのメカニズムはIFRS第4号特有のものであるため）廃止され、OCIオ

プションに基づき株主持分に直接認識される保険金融収益または保険金融費用に関連する項目が新設され

る。

また、IFRS第17号では、財務書類に対する注記に記載しなければならない定性的開示および定量的開示に

関する新たな規定も導入されている。これは、同基準の適用範囲に該当する契約に関して認識した金額、用

いた判断およびリスクに関するものである。

IFRS第17号の適用範囲に該当する契約の認識、測定および表示に関する規定については、下記「会計方針

および会計原則」のセクションに詳述されている。
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2023年12月31日現在で欧州連合がまだ採用していない基準および解釈指針

2023年12月31日現在でIASBが公表しているものの欧州連合がまだ採用していない基準および解釈指針は、

当行グループにおいては適用されていない。これらは、欧州連合が予定する適用日までは強制適用とならな

いため、2023年12月31日現在、当行グループにおいては適用されていない。

 

IASBにより最終化され、承認されたIFRS解釈指針委員会の決定のうち、当行グループに影響を及ぼす可能性

のあるもの

2022年10月、IFRICは、複数の通貨でキャッシュ・フローが生じる保険契約グループの測定においてIFRS第

17号と併せてIAS第21号を適用することに関して寄せられた質問に対応して、多通貨建保険契約グループの測

定に関する決定を公表した。その決定において、IFRICは、IFRS第17号およびIAS第21号では単一通貨建ての

取引または項目について言及されており、多通貨建てでキャッシュ・フローが生じる取引または項目につい

て通貨の決定に関する明確な規定は含まれていないことを特に指摘した。そのため、事業体は、IAS第8号に

従って会計方針を定め、当初認識日において、当該保険契約グループ（CSMを含む。）の単一通貨建てまたは

複数の通貨建てかを決定しなければならない。これにより、2つの会計アプローチ（「単一通貨建て」アプ

ローチおよび「多通貨建て」アプローチとして知られる。）を適用することができ、IFRS第17号の適用によ

れば金融リスクの変動が認識され、IAS第21号によれば為替差額が認識される。この決定の適用にあたり、ク

レディ・アグリコル・グループは、多通貨建保険契約グループを、単一通貨建てアプローチを用いて測定す

る会計方針を選択した。したがって、当該保険契約グループ内の履行キャッシュ・フローの通貨を、契約グ

ループの単一通貨に換算した結果生じる差額はIFRS第17号に従って（保険金融収益または保険金融費用とし

て）認識され、当該保険契約グループの通貨を機能通貨に換算した結果生じる差額は、IAS第21号に従って

（為替差額として）認識される。

2023年10月、IFRICは、仲介者からの未収保険料の測定に関する決定を公表した。これは、保険契約者が保

険料を仲介者に支払った（したがって、保険契約に基づく保険契約者の義務は免除される）が、保険者に代

わって行動する仲介者が当該保険料をまだ保険者に支払っていない（それでも、保険者は保険契約者に対し

て保険契約サービスを提供する義務を負っている）場合に、保険者が当該未収保険料にIFRS第17号および

IFRS第9号の規定を適用することに関して寄せられた質問に対応するものであった。その決定において、

IFRICは、IFRS第17号では保険契約の境界線内のキャッシュ・フローが保険契約グループの測定から除外され

る時点について言及されていないことを特に指摘した。したがって、事業体は、IAS第8号に従って会計方針

を定め、キャッシュ・フローが保険契約グループの測定から除外される時点を決定しなければならない。す

なわち、キャッシュ・フローが現金で回収または決済された時点（この場合、仲介者からの未収保険料に

は、IFRS第17号の測定、表示および開示要件に関する規定が適用される（見解1））、または保険契約に基づ

く保険契約者の義務が免除された時点（この場合、当該未収保険料には、IFRS第9号の規定が適用される（見

解2））である。この決定の適用にあたり、クレディ・アグリコル・グループは、この場合にIFRS第9号に従

い仲介者からの未収保険料を計上する会計方針を選択した。

 

1.2　会計方針および会計原則

 

財務書類作成時における評価および見積りの使用

財務書類作成時における見積りは、その性質上、一定の仮定に基づいており、将来における実現可能性に

関するリスクおよび不確実性を含んでいる。

将来における結果は、以下を含む多くの要素により影響を受けることがある。

・フランス国内金融市場および国際金融市場の動向

・金利および為替レートの変動

・特定の業種または国における経済的および政治的状況

・規則または法律の変更
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・保険契約者の行動

・人口構成の変化

このリストは、すべてを網羅するものではない。

2023年度は、ウクライナ危機の継続、コモディティおよびエネルギーをめぐる緊張、ならびに中東におけ

る危機等、独特の地政学的環境が特徴的であった。クレディ・アグリコル・エス・エーは、数年ぶりとなる

インフレの再来、金利の上昇、株式市場の下落および為替市場の混乱をもたらしたマクロ経済状況に適応し

なければならなかった。かかる様々な要素が、2023年12月31日現在の主要な会計上の見積りに影響を及ぼし

た可能性がある。

仮定に基づく会計上の見積りは、主に以下の評価において使用される。

・公正価値で測定する金融商品（非連結持分投資を含む。）

・保険契約資産および保険契約負債

・再保険契約資産および再保険契約負債

・裁量権のある有配当性を伴わない投資契約に係る負債

・年金制度およびその他の退職給付

・ストック・オプション制度

・償却原価で測定する、またはその他の包括利益（純損益に組替えられる可能性のある項目）を通じて公正

価値で測定する負債性金融商品の減損

・引当金

・のれんの減損

・繰延税金資産

・持分法適用会社の評価

評価または見積りの使用に関する手順については、以下の該当する項目で説明している。

特に、IFRS第17号に基づく保険契約の測定は、重要な判断を要する。当行グループによるIFRS第17号の適

用に際して判断が必要となる主な事項は以下のとおりであり、それらについての情報は以下のセクションお

よび注記に記載されている。

・将来キャッシュ・フローの見積り（特に、これらのキャッシュ・フローの予想および契約の境界線の判

断）。セクション「保険契約の測定／将来キャッシュ・フローの見積り」および「保険契約の測定／契約

の境界線」を参照。

・非金融リスク調整の決定に使用する技法。セクション「保険契約の測定／非金融リスクに係る調整」を参

照。

・割引率の決定に使用するアプローチ。セクション「保険契約の測定／割引率」を参照。

・カバー単位の定義、および保険契約に基づき提供されるサービスを反映して各期間の純損益に配分される

CSMの金額の決定。セクション「契約上のサービス・マージンの純損益への認識」を参照。

・移行日時点で存在する契約グループに関連する移行期の金額の決定。注記「保険契約－移行期の金額」を

参照。

・内部利益（銀行代理店が当行グループ内で保険契約を販売する際に実現する利益の水準）

 

金融商品（IFRS第9号、IFRS第13号、IAS第32号およびIAS第39号）

定義

IAS第32号では、金融商品は、一方の企業に金融資産を、またもう一方の企業に金融負債または資本性金融

商品を生じさせる契約と定義されており、現金もしくはその他の金融資産を受領する契約上の権利または現

金もしくはその他の金融資産を支払う契約上の義務を示す契約を意味する。

当財務書類において、金融資産および金融負債（当行グループの保険会社により保有されている金融資産

を含む。）は、欧州連合が採用したIFRS第9号に従って扱われている。
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デリバティブ商品とは、原資産（ただし、非金融変数の場合は、当該変数が契約当事者に固有のものでは

ない場合に限る。）の価値の変動に応じてその価値が変動し、必要な初期投資額が少額またはゼロで、その

決済が将来のある日に行われる金融資産または金融負債である。

IFRS第9号は、金融商品の分類および測定、信用リスクの減損／引当、ならびにマクロ・ヘッジ取引を除く

ヘッジ会計に関する原則を定めている。

しかし、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に基づく一般的なヘッジ・モデルを適用しない

ことを選択した点に留意する必要がある。したがって、マクロ・ヘッジに関する規定が今後定められるま

で、ヘッジ関係はすべて引き続きIAS第39号の範囲内に含められる。

「グリーン」または「ESG」金融資産および「グリーン・ボンド」金融負債は、様々な金融商品で構成され

ており、主に環境プロジェクトおよび環境移行の資金調達に使用される貸出金および借入金に関連するもの

である。なお、これらの適格なすべての金融商品が、ESG基準に応じてリターンが変動するとは限らないこと

に留意する必要がある。この用語は、サステナブル・ファイナンスに関する欧州規制により変更される可能

性がある。これらの金融商品は、IFRS第9号に従い、下記の原則を用いて認識されている。特に、ESG関連指

数に連動する貸出金は、レバレッジローンではない場合や、または金融商品のキャッシュ・フローの変動性

の観点から変動が軽微であるとみなされる場合は、この単一の要素に基づいてSPPIテストの要件を満たさな

いとはしていない。

2022年5月、IASBは、IFRS第9号の適用後レビュー（PIR）の一環として、この種類の金融資産に対するSPPI

テストの適用方法を明確にするため、IFRS第9号を改訂する基準設定プロジェクトを開始することを決定し

た。2023年3月に公表された公開草案のコメント募集期間は、2023年7月19日までであった。IASBは、2024年

にIFRS第9号の改訂を公表する予定であり、改訂されたIFRS第9号は、その後、欧州連合に提出され採択プロ

セスの対象となる。

 

金融資産および金融負債の評価手順

 

当初測定

金融資産および金融負債は、当初認識時に、IFRS第13号に定義される公正価値で測定される。

IFRS第13号に定義される公正価値は、評価日における主要な市場または最も有利な市場での市場参加者間

の通常の取引において、資産の売却により受領するかまたは負債の移転により支払う価格である。

 

事後測定

当初認識後、金融資産および金融負債は、その分類に応じて、負債性金融商品については実効金利法

（EIR）による償却原価またはIFRS第13号に定義される公正価値で測定される。デリバティブ商品は、常に公

正価値で測定される。

償却原価は、金融資産または金融負債の当初認識時の測定額（取得または発行に直接起因する取引費用を

含む。）から元本の返済額を控除し、当初金額と満期金額との差額（ディスカウントまたはプレミアム）に

つき実効金利法（EIR）により計算される償却累計額を加減したものである。その金額は、償却原価で測定す

る金融資産またはその他の包括利益（純損益に組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定す

る金融資産の場合、減損に関する修正のために必要に応じて調整されることがある（「信用リスクに対する

減損／引当金」の項を参照。）。

実効金利（EIR）とは、金融商品の予想残存期間（場合によってはそれより短い期間）にわたる将来の現金

支払額または受取額の見積額を、当該金融資産または金融負債の正味帳簿価額まで割引く利率である。
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金融資産

金融資産の分類および測定

非デリバティブ金融資産（負債性金融商品または資本性金融商品）は、貸借対照表上、その後の会計処理

および評価方法を決定する会計区分に分類される。

金融資産の分類および評価の基準は、以下のどちらに該当するかに従い、金融資産の性質によって決定さ

れる。

・負債性金融商品（たとえば、貸出金および固定または確定利付証券）

・資本性金融商品（たとえば、株式）

これらの金融資産は、以下の3つの区分のいずれかに分類される。

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

・償却原価で測定する金融資産（負債性金融商品のみ）

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（負債性金融商品については純損益に組替えら

れる可能性のある項目、資本性金融商品については純損益に組替えられることのない項目）

 

負債性金融商品

負債性金融商品の分類および評価は、公正価値オプションを使用する場合を除き、2つの要件（ポートフォ

リオ・レベルで定義される事業モデルおよび負債性金融商品別の契約条件の分析）の組み合わせによって行

われる。

 

3つの事業モデル

事業モデルは、クレディ・アグリコル・エス・エーの経営陣が目的を達成するために金融資産を管理する

上で従う戦略である。事業モデルは、資産ポートフォリオを対象とするものであり、個々の金融資産に対す

る個別の意図とはならない。

事業モデルは以下の3つに区別される。

・資産の残存期間にわたり契約上のキャッシュ・フローの回収のみを目的とする、「回収」のために資産

を保有する事業モデル。このモデルでは、すべての資産について契約上の満期まで保有することを必ず

しも示唆していないものの、資産の売却は厳格に管理されている。

・資産の残存期間にわたり契約上のキャッシュ・フローの回収と当該資産の売却を目的とする、「回収お

よび売却」のために資産を保有する事業モデル。このモデルでは、金融資産の売却とキャッシュ・フ

ローの受領の両方が不可欠である。

・資産の売却を主な目的とする「その他／売却モデル」

これらは特に、売却によるキャッシュ・フローの回収を目的とするポートフォリオ、その業績が公正価値

に基づき評価されるポートフォリオおよび売買目的保有金融資産のポートフォリオに関係している。

金融資産を管理するための管理戦略が、「回収モデル」および「回収および売却モデル」のいずれにも該

当しない場合、これらの金融資産は、「その他／売却」の管理モデルにあるポートフォリオに分類される。

 

契約条件（「元本および利息の支払のみ」または「SPPI」テスト）

「SPPI」テストは、累積的に検証される一連の判定要件を組み合わせて、契約上のキャッシュ・フローが

単純な資金調達の特性（元本の返済および元本残高に対する利息の支払い）であるかの要件を満たしている

か否かを確認する。

このテストは、資金調達が元本の返済のみを認めている場合で、かつ（金利が固定であるか変動であるか

を問わず）受領した利息が貨幣の時間価値、金融商品に係る信用リスク、通常のローン契約のその他コスト

およびリスクならびに合理的な利益マージンを反映しているときに充足される。

単純な資金調達において、利息とは時間の経過に伴う費用であり、当該期間中の信用リスクおよび流動性

リスクの価格であり、資産保有コストに関するその他の要素（たとえば、管理費等）である。
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このような定性分析で結論を出すことができない場合には、定量分析（またはベンチマーク・テスト）が

行われる。この追加の分析では、分析対象資産の契約上のキャッシュ・フローについて、ベンチマーク資産

のキャッシュ・フローと比較する。

金融資産のキャッシュ・フローとベンチマーク資産のキャッシュ・フローの差異が軽微であると判断され

た場合、当該資産は単純な資金調達とみなされる。

さらに、複数の金融商品を契約により互いにリンクさせ、信用リスクの集中をもたらすことによって金融

資産の保有者間での支払いに対する優先劣後構造（以下「トランシェ」という。）を設けて、特別目的事業

体が発行した金融資産については、個別の分析が行われる。

各トランシェには、ストラクチャード・エンティティによるキャッシュ・フローの分配順位を定めた優先

劣後の順位が割り当てられる。

この場合、「SPPI」テストでは、当該資産および原資産の契約上のキャッシュ・フローの特性については

「ルック・スルー」アプローチに基づいた分析、また引き受けたトランシェの信用リスクについては原資産

の信用リスクと比較した分析を行う必要がある。

事業モデルの認定と「SPPI」テストの組み合わせによる負債性金融商品の認識方法は、以下の図で示すこ

とができる。

 

 

償却原価で測定する負債性金融商品

「回収モデル」に該当し、「SPPI」テストの要件を満たした負債性金融商品は、償却原価で測定される。

これらは決済／受渡日に計上され、当初評価には経過利息および取引費用も含まれる。

貸出金および債権ならびに利付証券に係るプレミアムまたはディスカウントおよび取引費用の償却は、実

効金利法を用いて損益計算書に認識される。

この区分の金融商品は、「信用リスクに対する減損／引当金」の項に記載の条件を満たした場合に減損し

ているとみなされる。

 

その他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定する負債性金融商品

「回収および売却モデル」に該当し、SPPIテストの要件を満たした負債性金融商品は、その他の包括利益

（組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定される。

これらは取引日に計上され、当初評価には経過利息および取引費用も含まれる。利付証券に係るプレミア

ムまたはディスカウントおよび取引費用の償却は、実効金利法を用いて損益計算書に認識される。

これらの金融資産はその後、公正価値で測定され、公正価値の変動は、その他の包括利益（組替えられる

可能性のある項目）に計上され、残高勘定（実効金利法により純損益に認識される経過利息を除く。）と相

殺される。

当該有価証券が売却される場合、これらの変動は損益計算書に振り替えられる。
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この区分の金融商品は、「信用リスクに対する減損／引当金」の項に記載の条件に従い、予想信用損失

（ECL）の調整が行われる（ただし、貸借対照表上の公正価値には影響しない。）。

 

純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品

以下に該当する負債性金融商品は、純損益を通じて公正価値で測定される。

・売買目的保有金融資産または売却を主目的とする金融資産で構成されるポートフォリオに分類される金融

商品。

売買目的保有金融資産は、主に短期売却目的で企業が取得もしくは生成した資産、または短期的な価格変

動または裁定取引の利鞘から利益を得る目的で1つの単位として運用される金融商品ポートフォリオに含ま

れるものである。クレディ・アグリコル・エス・エーが当該資産を保有している期間中、契約上のキャッ

シュ・フローを受領するが、これらの契約上のキャッシュ・フローの受領は必須ではなく付随的なもので

ある。

・「SPPI」テストの要件を満たしていない負債性金融商品。これは、特に投資信託が該当する。

・損益計算書における会計処理の差異を軽減する目的でクレディ・アグリコル・エス・エーが公正価値で測

定するものとして指定するポートフォリオに分類される金融商品。この場合、純損益を通じて公正価値で

測定するものとして指定された金融商品に分類される。

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値（取引費用（純損益に直接計上）を除き、経過

利息を含む。）で当初認識される。

これらはその後、公正価値で測定され、公正価値の変動は、損益計算書の「収益」に計上され、残高勘定

と相殺される。これらの金融商品の利息は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／

（損失）」に計上される。

この区分の金融資産は、信用リスクの減損がない。

純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品でその事業モデルが「その他／売却」であるものは、

取引日に計上される。

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された負債性金融商品は、取引日に計上される。

純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品であって、SPPIテストの要件を満たさなかったもの

は、決済日に計上される。

 

資本性金融商品

資本性金融商品は、かかる金融商品が売買目的で保有されていないことを条件としてその他の包括利益

（組替えられることのない項目）を通じて公正価値で測定するものとして分類し測定する取消不能の選択を

行った場合を除き、最初から純損益を通じて公正価値で認識される。
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純損益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、公正価値（取引費用（純損益に直接計上）を除く。）で

当初認識される。売買目的保有の資本性金融商品は、取引日に計上される。純損益を通じて公正価値で測定

される、売買目的保有ではない資本性金融商品は、決済日に計上される。

これらはその後、公正価値で測定され、公正価値の変動は、損益計算書の「収益」に計上され、残高勘定

と相殺される。

この区分の金融資産は、減損しない。

 

その他の包括利益（組替えられることのない項目）を通じて公正価値で測定する資本性金融商品（取消不能

の選択）

資本性金融商品についてその他の包括利益（組替えられることのない項目）を通じて公正価値で認識する

という取消不能の選択は、取引レベルで（科目ごとに）採用され、当初認識日に適用される。当該有価証券

は、取引日に計上される。

当初公正価値には、取引費用が含まれる。

その後の評価において、公正価値の変動は、その他の包括利益（組替えられることのない項目）に認識さ

れる。売却された場合、これらの変動は純損益に組替えられることはない。売却損益は、株主持分に認識さ

れる。

以下の場合に、配当金のみが純損益に認識される。

・配当金を受領する事業体の権利が確定している場合

・配当金に関連する経済的便益が事業体へ流入する可能性が高い場合

・配当金の金額が信頼性をもって見積もることができる場合

この区分の金融資産は、減損しない。

 

金融資産の分類変更

金融資産の管理に使用する事業モデルに重大な変更が生じた場合（新規事業、事業体の取得、重要な事業

の処分または中止）、これらの金融資産について分類変更を行う必要がある。分類変更は、ポートフォリオ

内のすべての金融資産に対して、分類変更日より適用される。

それ以外の場合、既存の金融資産について事業モデルの変更は行わない。新たな事業モデルが特定された

場合、新たな管理ポートフォリオにグループ化される新たな金融資産に対して将来的に適用される。
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有価証券の一時的な購入および売却

有価証券の一時的な売却（有価証券貸付、買戻し条件付契約に基づく有価証券の売却）は、一般的に、認

識の中止の条件を満たさない。

貸付有価証券または買戻し条件付契約に基づいて売却された有価証券は、貸借対照表に引き続き計上され

る。買戻し条件付契約に基づいて売却された有価証券の場合、受取額（譲受人に対する負債を表す。）が譲

渡人の貸借対照表の負債の部に計上される。

借入有価証券または売戻し条件付契約に基づいて受領した有価証券は、譲受人の貸借対照表に認識されな

い。

売戻し条件付契約に基づく有価証券の場合、譲渡人に対する債務が譲受人の貸借対照表に計上され、支払

額と相殺される。その後有価証券が転売された場合、譲受人は当該契約に基づき受領した有価証券を返却す

る義務の履行に係る公正価値と同額の負債を計上する。

このような取引に関連する収益および費用は、純損益を通じて公正価値で測定する資産および負債の場合

を除き、比例的に純損益に計上される。

 

金融資産の認識の中止

以下の場合に、金融資産（または金融資産のグループ）の全部または一部の認識が中止される。

・当該金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅する場合、または

・事実上1名以上の受益者に属するために移転したかもしくは移転されたとみなされる場合、および金融資産

のリスクおよび経済価値が実質的にすべて移転されている場合

この場合、移転時に生じたかまたは留保された権利および義務はすべて、個別の資産および負債として認

識される。

キャッシュ・フローに対する契約上の権利は移転されたものの、所有に伴うリスクおよび経済価値の一部

ならびに支配が留保された場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、引き続き、金融資産を当該資産に

対する当行グループの継続的関与の範囲まで認識する。

カウンターパーティーが財政困難に陥ったわけではなく、商業的な関係を発展させる、または維持するた

めに商業的な理由から再交渉が行われる金融資産は、再交渉日において認識が中止される。顧客に供与され

る新たな貸出金は、再交渉日に公正価値で当初認識される。その後の認識については、事業モデルおよび

SPPIテストによって決定される。

 

利息に対する政府助成（IAS第20号）

農業・農村部門の支援および住宅購入者の援助を行うためのフランス政府の施策に基づき、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの一部の企業は、政府が定める金利で助成貸出金を供与する。その結果、政府は、こ

れらの企業に対して、助成金貸出金利と所定の基準金利の差額を支払う。したがって、これらの助成金によ

る便益を享受する貸出金は、市場金利で供与される。

助成金制度は、政府により定期的に見直される。

IAS第20号に従って、政府から受領した助成金は、損益計算書の「受取利息および類似収益」に計上され、

当該貸出金の残存期間にわたって配分される。

 

金融負債

金融負債の分類および測定

金融負債は、貸借対照表上、以下の2つの会計区分に分類される。

・（その性質によりまたは選択により）純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

・償却原価で測定する金融負債
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その性質により純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

主として短期間で買戻す目的で発行された金融商品、一体的に管理され、最近の特性として短期的な利益

獲得の傾向があると識別された金融商品のポートフォリオの一部を構成する金融商品、およびデリバティブ

（特定のヘッジ手段のデリバティブを除く。）は、その性質により、純損益を通じて公正価値で測定され

る。

このポートフォリオの公正価値の変動は、純損益を通じて認識される。

 

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債

基準で定義された以下の3つの条件のいずれかを満たしている金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定

するものとして指定される。その条件とは、1つ以上の分離可能な組込デリバティブを含むハイブリッド商品

である場合、会計処理上のミスマッチを軽減または解消することを目的としている場合、または金融負債が

グループで運用され、その運用実績が公正価値で測定される場合である。

この選択は取消不能で、当該金融商品の当初認識日より強制適用される。

その後の測定において、これらの金融負債は、自己の信用リスクに関係のない公正価値の変動については

純損益を通じて、自己の信用リスクに関係のある価値変動についてはその他の包括利益（組替えられること

のない項目）を通じて公正価値で測定される。ただし、これにより会計上のミスマッチが悪化する場合を除

く（この場合、基準により要求されているとおり、当行の自己の信用リスクに関係のある価値変動について

は純損益に計上される）。

 

償却原価で測定する金融負債

金融負債の定義を満たしているその他すべての負債（デリバティブを除く。）は、償却原価で測定され

る。

これらの負債は、公正価値（取引収益および取引費用を含む。）で当初測定され、その後、実効金利法を

使用した償却原価で測定される。

 

預金および貯蓄口座

預金および貯蓄口座は、クレディ・アグリコル・エス・エー内での預金システムの特性にかかわらず、

「償却原価で測定する金融負債－顧客に対する債務」の区分に計上され、地域銀行で組成される預金はクレ

ディ・アグリコル・エス・エーで一元管理される。当行グループにとって、これらの預金の最終的な契約相

手先は、最終顧客である。

預金および貯蓄は、公正価値で当初測定され、その後、償却原価で測定される。

規制貯蓄商品は、その性質上、市場金利を負担するとみなされる。

注記6.16「引当金」に記載のとおり、住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定に対しては、必要に応じ

て、引当金が計上される。

 

金融負債の分類変更

金融負債の当初分類は、取消不能である。その後の分類変更は認められていない。

 

負債性金融商品と資本性金融商品との区別

有価証券は、契約条件の内容に基づき、負債性金融商品または資本性金融商品に分類される。

以下の契約上の義務を含む金融負債は、負債性金融商品に該当する。

・他の企業に現金、その他の金融資産または変動数の資本性金融商品を提供する、または

・潜在的に不利な条件で他の企業と金融資産および金融負債を交換する

資本性金融商品は、裁量的なリターンを提供し、企業のすべての金融負債控除後の純資産に対する残余持

分を表し、かつ負債性金融商品に該当しない、償還不能な金融商品である。
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自己株式の買戻し

自己株式またはクレディ・アグリコル・エス・エーが購入した権利行使レートが一定である自己株式オプ

ション等の同等のデリバティブは、ストック・オプション制度をカバーするために保有する株式を含めて、

金融資産の定義を満たさず、株主持分から控除される。当該株式による損益計算書への影響は発生しない。

 

金融負債の認識の中止および条件変更

金融負債は、以下の場合に、その全部または一部の認識が中止される。

・金融負債が消滅した場合、または

・定量分析または定性分析により、条件緩和後に金融負債に著しい変更があったと示唆される場合

既存の金融負債について大幅な条件変更が行われた場合、当初の金融負債の消滅と新しい金融負債の認識

（更改）として計上しなければならない。消滅した負債と新しい負債の帳簿価額の差額は、直ちに損益計算

書に認識される。

金融負債の認識が中止されない場合、当初の実効金利は維持される。ディスカウント／プレミアムは、条

件変更が行われた日に直ちに損益計算書に認識され、その後は、当初の実効金利を使用して当該金融商品の

残存期間にわたって配分される。

 

金融資産および金融負債に対するマイナス金利

2015年1月のIFRS解釈指針委員会の決定に従い、IFRS第15号に基づく収益の定義を満たさない、金融資産に

係るマイナスの受取利息（支払利息）は、損益計算書において、受取利息の減少ではなく、支払利息として

認識する。金融負債に係るマイナスの支払利息（受取利息）についても同様である。

 

信用リスクに対する減損／引当金

適用の範囲

IFRS第9号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の残高に関する予想信用損失（ECL）の価

値調整を認識する。

・償却原価またはその他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定する負債性

金融商品の金融資産（貸出金および債権、債務証券）

・純損益を通じて公正価値で測定されない融資コミットメント

・IFRS第9号において規定される、純損益を通じて公正価値で測定されない保証コミットメント

・IFRS第16号において規定されるリース債権

・IFRS第15号に基づく取引により発生した売掛債権

資本性金融商品（純損益を通じてまたはその他の包括利益（組替えられることのない項目）を通じて公正

価値で測定するもの）は、減損規定の対象ではない。

純損益を通じて公正価値で測定するデリバティブおよびその他の金融商品については、ECLモデルにおいて

対象となっていないカウンターパーティー・リスクが計算される。この計算については、2023年度一括登録

書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）」に詳述されている。

 

信用リスクおよび減損／引当金設定に関するステージ

信用リスクは、取引相手先の債務不履行により当該取引相手先が当行グループに対するコミットメントを

履行できなくなることに伴う損失リスクと定義されている。

信用リスクに対する引当金設定の手続には、3つのステージがある。

・ステージ1：金融商品（クレジット、債務証券、保証等）の当初認識時に、クレディ・アグリコル・エス・

エーは12ヶ月の予想信用損失を認識する。
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・ステージ2：特定の取引またはポートフォリオについて信用の質が著しく悪化している場合、クレディ・ア

グリコル・エス・エーは全期間の予想信用損失を認識する。

・ステージ3：取引または取引相手先について、見積将来キャッシュ・フローに悪影響を及ぼすような債務不

履行事由が1つ以上発生した場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、残存期間にわたり発生する信用

損失を認識する。その後、金融商品をステージ3に分類するための条件が満たされなくなった場合、ステー

ジ2に分類変更され、その後に信用の質が改善された場合にはステージ1に分類変更される。

 

債務不履行の定義

ECL引当金の要件における債務不履行の定義は、管理および規制比率の計算に使用されるものと同じであ

る。したがって、債務者は、以下の条件の少なくとも1つが満たされた場合に、債務不履行に陥っていると判

断される。

・支払が大幅に遅延（原則として期限より90日を超えて延滞）している場合。ただし、かかる延滞が債務者

の財政状況とは無関係の理由によるという事実を示す特殊な事情があるときは、この限りではない。

・債務者が債務を返済する可能性が低いとクレディ・アグリコル・エス・エーが判断した場合。ただし、担

保権の実行など何らかの措置を講じているときは、この限りではない。

債務不履行貸出金（ステージ3）は、当該金融資産からの見積将来キャッシュ・フローに悪影響を及ぼすよ

うな事象が1つ以上発生した場合に減損していると判断される。金融資産の減損の兆候には、以下の事象に関

する観察可能なデータが含まれる。

・発行体または債務者の著しい財政困難

・支払の不履行または延滞等の契約違反

・債務者の財政困難に関連した経済的または契約上の理由により、債権者が、債務者に対し、他の状況では

検討しないような譲歩を1つ以上行ったこと

・債務者の破産または財務リストラクチャリングの可能性の増大

・財政困難に起因する、金融資産の活発な市場の消滅

・発生した信用損失を反映した、ディープ・ディスカウントでの金融資産の購入または組成

特定の事象を個別に識別することは必ずしも可能ではない。金融資産の減損は、複数の事象の複合的な影

響により生じることがある。

債務不履行となった取引相手先は、債務者がもはや債務不履行ではないと判断できる観察期間（90日）が

終了した後にのみ健全な状態に戻る(リスク管理部門による評価)。

 

予想信用損失（以下「ECL」という。）の定義

ECLは、割引後の信用損失（元本および利息）を債務不履行リスクの発生確率で加重計算した予想価値と定

義される。これは、契約上のキャッシュ・フローと予想キャッシュ・フロー（元本および利息を含む。）の

差額の現在価値に相当する。

ECLアプローチは、可能な限り早期に予想信用損失の認識を予測することを目的とする。

 

ECLの管理および測定

IFRS第9号のパラメータを測定する仕組みの管理は、バーゼルの枠組みの一環として整備された体制に基づ

いている。グループ・リスク管理部門は、方法論的枠組みを定め、貸倒引当金の仕組みを監督する責任を負

う。

当行グループは、ECLの計算に必要なIFRS第9号のパラメータを算出するために、主に内部格付システムお

よび現行のバーゼルのプロセスに依拠している。信用リスクの変動の評価は、予想損失モデルおよび合理的

なシナリオに基づく推定を基礎としている。入手可能で、関連性を有する、合理的かつ裏付可能な情報（将

来予測の性質を有する情報を含む。）はすべて保持されなければならない。
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かかる計算式には、デフォルト率、デフォルト時損失率およびデフォルト時エクスポージャーのパラメー

タが含まれる。

これらの算定は、規制上の枠組みの一環として使用される内部モデルに概ね基づいているが、経済的ECLを

決定する際に調整される。IFRS第9号では、過去の損失実績および将来予測のマクロ経済データを考慮しなが

ら一時点（Point in Time）で分析を行うことを推奨している。これに対し、健全性規制では、デフォルト率

について景気循環サイクルを通じた（Through The Cycle）分析、デフォルト時損失率（Loss Given

Default、LGD）について景気後退時（Downturn）分析を用いる。

会計上のアプローチでも、特に内部回収コスト、またはデフォルト時損失率（LGD）に関する規制上の計算

において規制当局により設定されている下限を取り除くために、特定のバーゼルのパラメータに関して再計

算を要求している。

ECLは、該当する商品の種類（すなわち、金融商品であるかオフバランスシート商品であるか）に応じて算

定される。

今後12ヶ月間の予想信用損失（ステージ1）は、全期間予想信用損失（ステージ2およびステージ3）の一定

割合を占め、報告期間後の12ヶ月間（または、金融商品の予想残存期間が12ヶ月に満たない場合は、より短

い期間）に債務不履行が生じた場合における全期間キャッシュ・フローの不足額を12ヶ月以内のデフォルト

率で加重計算した額を表す。

予想信用損失は、金融商品の当初認識時に使用した実効金利で割り引く。

ECLの測定においては、契約条件の一部で、クレディ・アグリコル・エス・エーが別途計上していない担保

およびその他の信用補完が含められる。保証された金融商品からの予想キャッシュ・フローの不足額を見積

る際には、保証による回収額および時期を反映する。IFRS第9号に基づき、信用リスクの著しい増大の評価に

は、保証等の有無は影響しない。これは、債務者の信用リスクの決定は保証を考慮せずに行うためである。

使用しているモデルおよびパラメータのバックテストは、少なくとも年1回行われる。

将来予測のマクロ経済データは、以下の2つのレベルにおいて適用される方法論的枠組みに従って考慮され

る。

・取引の償却期間にわたるPDおよびLGDのパラメータの見積りにおいて考慮する将来予測データに関する共通

の枠組みの決定については、グループ・レベル

・各自のポートフォリオについては、各事業体レベル

 

信用リスクの著しい増大

当行グループのすべての事業体は、各金融商品について、組成時から各報告日までの信用リスクの増大を

評価しなければならない。この信用リスクの変動に関する評価に基づき、事業体はそのエクスポージャーを

リスク・カテゴリ（ステージ）に分類する。

信用リスクの著しい増大を評価するために、当行グループは、2つの分析レベルによるプロセスを用いてい

る。

・第1レベルは、すべての当行グループ事業体に適用される絶対的および相対的な当行グループの基準ならび

に規則に基づく。

・第2レベルは、各事業体がそのポートフォリオ内で保有するリスクに関する、現地の将来予測情報に基づく

専門家の評価に関係しており、当行グループのステージ2への分類変更基準の調整（ポートフォリオまたは

サブポートフォリオの全期間ECLへの変更）につながる可能性がある。

各金融商品につき、例外なく、信用リスクの著しい増大の評価を行う。同じ取引相手先の金融商品につい

てステージ1からステージ2に評価を引き下げる際、同じ取引先の他の金融商品に当該評価を波及させる必要

はない。信用リスクの著しい増大を評価する際、いかなる保証（株主保証を伴う取引を含む。）も考慮せ

ず、主たる債務者の信用リスクの変動を検討しなければならない。

類似の特性を有する少額の貸出金のポートフォリオについて発生する可能性のある損失は、個別評価では

なく、統計的基準で見積られることがある。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 928/1736



金融商品について、上記で定義した第1レベルにおける信用リスクの著しい増大の評価を格付モデルにより

行う場合、以下の2つの基準に基づいて行われる。

1.相対的な基準：

信用リスクの相対的な増大の重要度を評価するため、閾値は、当期の報告日および当初認識日における将

来予測情報を含む、全期間のデフォルト率に基づき定期的に調整されている。

金融商品は、当初認識日におけるデフォルト率に対する貸借対照表日現在のデフォルト率の比率が、当行

グループの定義する倍率の閾値を上回った場合、ステージ2に分類される。

これらの閾値は、健全性リスク管理システムの区分に基づき、金融商品の同種ポートフォリオごとに決定

される。

たとえば、フランスの住宅用不動産ローンの倍率の閾値は、ポートフォリオによって1.5から2.5の間で異

なる。大企業（投資銀行を除く。）向けローンの閾値は、2から2.6の間で異なる。

この相対的な変化による基準は、デフォルト率の絶対的な変化基準であるプラス30ベーシス・ポイントに

より補完される。1年以内のデフォルト率が0.3％を下回る場合、信用リスクは「重要でない」と判断され

る。

2.絶対的な基準：

・クレディ・アグリコル・エス・エーの信用リスク管理の慣行に従い、当期の報告日において1年間のデフォ

ルト率が、個人顧客については15％、法人顧客については12％を上回る場合、リスクの増大が著しいと判

断され、金融商品はステージ2の商品に分類される。

・クレディ・アグリコル・エス・エーは、信用リスクの著しい増大およびステージ2への分類の閾値として、

30日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

・金融商品は、財政困難により条件緩和が行われた場合、ステージ2に分類される。

内部格付モデルがない場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、信用リスクの著しい増大およびス

テージ2への分類の最大閾値として、30日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

組成時からの信用リスクの増大が認められなくなった場合、減損は12ヶ月の予想信用損失（ステージ1）ま

で減額される。

特定の信用リスクの著しい増大の要因または指標について商品レベルでは識別できない部分を補うため

に、基準では、信用リスクの著しい増大の評価を金融商品ポートフォリオ・レベルで、またはポートフォリ

オのグループもしくはポートフォリオの一部について行うことを認めている。

以下のような共通の特性を有する金融商品については、ポートフォリオを構成して、集合的に減損を評価

することができる。

・金融商品の種類

・信用リスクの格付（内部格付システムを有する事業体については、バーゼル2の内部格付を含む。）

・担保の種類

・当初認識日

・満期までの残存期間

・業種

・債務者の地理的な位置

・金融資産に対する担保の価値（デフォルト率に影響がある場合（たとえば、特定の国におけるノンリコー

ス・ローンまたはローン・トゥ・バリュー・レシオ））

・販売チャネル、資金調達の目的等

したがって、信用リスクの著しい増大を市場ごとに区別することは可能である（住宅ローン、消費者金

融、農家・中小企業に対する貸出金、法人向けローン等）。

信用リスクについて集合的に評価するための金融商品のグループは、時間の経過に伴い、新たな情報が入

手され次第、変更されることがある。
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有価証券について、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に従って、信用リスクの絶対水準を

適用するアプローチを用いる。この水準を下回るエクスポージャーは、ステージ1に分類され、12ヶ月のECL

に基づいて引当金が設定される。

そのため、有価証券の信用リスクの著しい増大の監視には、以下のルールが適用される。

・「投資適格」証券は、報告日時点で、ステージ1に分類され、12ヶ月のECLに基づいて引当金が設定され

る。

・「非投資適格」証券（NIG）は、報告日時点で、組成時からの信用リスクの著しい増大について監視される

必要があり、信用リスクの著しい増大が認められた場合にはステージ2（全期間ECL）に分類される。

相対的な信用リスクの増大は、債務不履行の発生が確認される前に評価されなければならない（ステージ

3）。

 

財政困難による条件緩和

財政困難により条件緩和した債務証券とは、債務者の財政困難に関連した経済的・法的理由により、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが他の状況下では検討されなかったような条件で、当初の融資条件（金利、

満期等）を変更した負債性金融商品である。したがって、当該負債性金融商品のリスクが当初認識時以降に

増大したか否かにかかわらず、あらゆる負債性金融商品がこれに該当する。

2023年度一括登録書類「クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク要因（CRÉDIT AGRICOLE S.A. RISK

FACTORS）」に記載されているEBA（欧州銀行監督機構）の定義によると、財政困難に陥っている債務者の債

務の条件緩和は、当該理由で行われる1つまたは複数の与信契約の変更および顧客の財政困難により認められ

た借換えである。

この条件緩和の定義は、各契約に適用されるものであり、顧客レベルでは適用されない（同じ顧客に当該

評価を波及させない）。

したがって、財政困難により条件緩和した貸出金の定義は、以下の2つの累積基準で構成される。

・契約の変更または債務の借換え（譲歩）であること

・顧客が財政困難に陥っている（債務者が融資コミットメントを履行する上で困難に直面している、または

直面しそうである）こと

「契約の変更」には、例として以下の状況が含まれる。

・債務者の利益のために、変更後の契約と従来の契約の条件の間に差があること

・契約の変更によって、債務者にとっては有利な条件となるが、類似のリスク特性を有する同時期の当行の

他の顧客はその恩恵を受けないこと

「借換え」には、顧客がその財政状況により契約条件を満たすことができない債務の全部または一部を返

済することができるよう、顧客に対し新たな債務を供与する状況が含まれる。

貸出金（正常貸出金であるか債務不履行貸出金であるかを問わない。）の条件緩和では、判明する損失リ

スクの存在を推測する（ステージ3）。

したがって、条件緩和エクスポージャーの減損認識の必要性について、適切に分析する必要がある（条件

緩和によって、判明する損失の減損認識または債務不履行への分類が自動的に行われることはない。）。

「条件緩和貸出金」の分類は一時的なものである。

EBAの定義による条件緩和が行われると、エクスポージャーは、条件緩和時点で正常であった場合は最低2

年間、条件緩和時点で債務不履行であった場合は最低3年間、「条件緩和貸出金」への分類が維持される。特

定の事由（さらなるインシデント等）が発生した場合、これらの期間は延長される。

この種類の事象に伴う認識の中止が行われない場合で、将来支払キャッシュ・フローの減額をカウンター

パーティーに認めた場合、または条件緩和の一環として返済期限が延期された場合、ディスカウントがリス

ク費用に認識される。

これは、当初の実効金利で割り引かれた将来キャッシュ・フローの減額を意味し、以下の差額と同額であ

る。
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・貸出金の帳簿価額

・当初の実効金利（融資コミットメントの締結日に定める。）で割り引かれた「条件緩和」貸出金の理論上

の将来キャッシュ・フローの合計額

元本の一部が放棄された場合、この金額は損失となり、直ちにリスク費用に計上される。

貸出金の条件緩和時に認識されるディスカウントは、リスク費用に計上される。

ディスカウントの戻入が行われる場合、時間の経過に関連する部分は「収益」に計上される。

 

回収不能勘定

貸出金が回収不能（すなわち、その全部または一部を回収できない。）と判断された場合、回収不能と判

断された金額について貸借対照表での認識を中止し、償却しなければならない。

貸出金の償却時期の決定は、専門家の意見に基づいて行われる。したがって、各事業体は、その事業に関

する知識に従って、リスク管理部門と共にこれを規定しなければならない。いかなる償却を行う前でも、ス

テージ3の減損損失を認識しなければならない（ただし、純損益を通じて公正価値で測定する資産を除

く。）。

償却原価またはその他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定する貸出金

の償却額は、リスク費用（額面金額）および「収益」（利息）に計上される。

 

デリバティブ金融商品

分類および測定

デリバティブ商品は、金融資産または金融負債であり、ヘッジ手段のデリバティブ商品とみなされない限

り、最初から売買目的保有のデリバティブ商品に分類される。

これらは、取引日に当初公正価値で貸借対照表に計上される。

これらはその後、公正価値で認識される。

報告期間末現在で、貸借対照表上のデリバティブの公正価値の変動に対応する金額は、以下のとおり計上

される。

・売買目的保有のデリバティブ商品および公正価値ヘッジについては、純損益を通じて計上される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に対する純投資のヘッジのデリバティブの有効部分に

ついては、純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて計上される。

 

ヘッジ会計

一般的枠組み

当行グループによる決定に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、基準により認められているよう

に、IFRS第9号の「ヘッジ会計」部分を適用しない旨を選択している。すべてのヘッジ関係については、遅く

とも、マクロ・ヘッジに関する基準が欧州連合により採用される日まで、引き続きIAS第39号の規定に従って

文書化する。しかしながら、IAS第39号に基づくヘッジ会計でも、IFRS第9号の分類および測定の原則を使用

して、どの金融商品がヘッジ適格要件を満たすかを判断している。

IFRS第9号に基づき、またIAS第39号のヘッジ原則を考慮した場合、償却原価またはその他の包括利益（組

替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定する負債性金融商品は、公正価値ヘッジおよび

キャッシュ・フロー・ヘッジとして適格である。

 

文書化

ヘッジ関係は、以下の原則に従うものとする。

・公正価値ヘッジでは、ヘッジ対象リスクに起因し、かつ当期純利益に影響し得る、認識されている資産も

しくは負債または未認識の確定約定の公正価値の変動に対するエクスポージャーから保護することが意図
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されている（たとえば、固定利付債の金利リスクに起因する公正価値の変動の全部または一部のヘッ

ジ）。

・キャッシュ・フロー・ヘッジでは、ヘッジ対象リスクに起因し、かつ（予定取引が実行されない場合に）

当期純利益に影響し得る、認識されている資産もしくは負債または実行される可能性が非常に高いとみな

される取引の将来キャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャーから保護することが意図されてい

る（たとえば、変動利付債に係る将来の利払いの全部または一部の変動のヘッジ）。

・在外営業活動体に対する純投資のヘッジでは、クレディ・アグリコル・エス・エーの表示通貨であるユー

ロ以外の通貨で行われた海外投資の為替リスクに伴う公正価値の不利な変動のリスクから保護することが

意図されている。

ヘッジ会計の適用が適格であるためには、以下の要件も満たされなければならない。

・ヘッジ手段およびヘッジ対象が適格である。

・主としてヘッジ対象の個別の識別および特性、ヘッジ手段、ヘッジ関係の性質およびヘッジ対象リスクの

性質を含めて、開始時からの正式な文書化が行われている。

・開始時に、および各報告日に実施されたテストを通じて遡及的にヘッジの有効性が実証されている。

金融資産または金融負債ポートフォリオの金利のヘッジでは、クレディ・アグリコル・エス・エーは、欧

州連合が採用したIAS第39号の「カーブアウト」版に従って公正価値ヘッジのヘッジ関係を文書化している。

特に、以下のものが挙げられる。

・当行グループはデリバティブ金融商品およびヘッジ対象のポジション総額に基づいて、これらヘッジ関係

を文書化している。

・これらのヘッジ関係の有効性は、満期までのスケジュールに沿って測定される。

 

測定

公正価値で測定するデリバティブの再測定は、財務書類上、以下のとおり計上されている。

・公正価値ヘッジ：デリバティブの価値の変動およびヘッジ対象の価値の変動（ヘッジ対象のリスク相当

分）は、対称的に損益計算書に認識される。ヘッジの非有効部分の純額のみが、損益計算書に認識され

る。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ：デリバティブの価値の変動（未収利息を除く。）は、ヘッジの有効部分に

ついては貸借対照表のその他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）の個別の勘定を通じて認識さ

れ、ヘッジの最終的な非有効部分はすべて損益計算書に認識される。株主持分に計上されたデリバティブ

に係る利益または損失は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが発生した時点で純損益に組替えられる。

・在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：デリバティブの価値の変動は、貸借対照表の株主持分（組替え

られる可能性のある項目）において為替換算調整勘定に認識され、ヘッジの非有効部分はすべて損益計算

書に認識される。

ヘッジ会計の要件が満たされなくなった場合には、ヘッジ対象が消滅しない限り、以下の会計処理が将来

的に適用される。

・公正価値ヘッジ：デリバティブ商品のみが引き続き純損益を通じて再評価される。ヘッジ対象について

は、その分類に従って全額計上される。その他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）を通じて公

正価値で測定する負債性金融商品については、ヘッジ関係終了後の公正価値の変動は全額、株主持分に計

上される。償却原価で評価され、金利リスクがヘッジされたヘッジ対象に関しては、再評価調整額がヘッ

ジ対象の残存期間にわたり償却される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ：ヘッジ手段は、純損益を通じて公正価値で評価される。ヘッジの有効部分

について株主持分に累積された額は、ヘッジ対象のヘッジされたキャッシュ・フローが純損益に影響を与

えるまで、引き続き株主持分に認識される。金利リスクがヘッジされていたヘッジ対象の利払いは、損益

計算書に認識される。実際には、再評価調整額は、ヘッジ対象の残存期間にわたり償却される。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 932/1736



・在外営業活動体に対する純投資のヘッジ：純投資が保有されている限り、ヘッジの有効部分について株主

持分に累積された額は引き続き株主持分に認識される。在外営業活動体に対する純投資が連結の範囲から

除外された際に、利益が計上される。

 

組込デリバティブ

組込デリバティブは、ハイブリッド契約のうちデリバティブの定義に合致する構成要素である。この定義

は、金融負債および非金融契約にのみ適用される。以下の3つの条件が満たされる場合、組込デリバティブ

は、主契約と分離して会計処理されなければならない。

・ハイブリッド契約は、純損益を通じて公正価値で測定されない。

・主契約から分離された組込デリバティブが、デリバティブの特徴を有している。

・デリバティブの特徴が、主契約の特徴に密接に関連していない。

 

金融商品の公正価値の決定

金融商品の公正価値を決定する際、観察可能なインプットを優先しなければならない。これは、IFRS第13

号により定義されたヒエラルキーに従って表示される。

IFRS第13号では、公正価値は、評価日における主要な市場または最も有利な市場での市場参加者間の通常

の取引において、資産の売却により受領するかまたは負債の移転により支払う価額と定義されている。

公正価値は、各金融資産または金融負債につき個別に適用される。ポートフォリオの例外規定は、経営者

およびリスク監視戦略において認められ、かつ適切に文書化されている場合に適用することができる。した

がって、特定の公正価値パラメータは、金融資産および金融負債のグループが市場リスクまたは信用リスク

に対するエクスポージャーの純額で管理されている場合、純額ベースで計算される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、活発な市場における公表相場価格を参照することが公正価値の最

善の証拠であると考えている。

そのような相場価格が入手できない場合、関連する観察可能なデータを最大限に利用し、観察不能なデー

タの利用を最小限にとどめる評価手法を使用して公正価値を決定する。

負債について（その性質によりまたは指定されて）純損益を通じて公正価値で測定する場合、公正価値は

発行体の自己の信用リスクを考慮する。

 

仕組債発行の公正価値

IFRS第13号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その発行する仕組債に関して、当行グループ

の新規発行債券の取得に対して専門家である市場参加者が受け取りに同意するスプレッドを参照した上で公

正価値評価を行い、認識することとしている。

 

公正価値ヒエラルキー

かかる基準では、評価手法で用いるインプットの観察可能性に基づいて公正価値を以下の3つのレベルに分

類している。

 

レベル1：活発な市場における（無調整の）相場価格である公正価値

レベル1は、評価日現在でクレディ・アグリコル・エス・エーがアクセスできる同一の資産または負債に関

して活発な市場において直接的な相場のある金融商品から構成される。これは、活発な市場で相場のある株

式および債券、活発な市場で相場のあるファンドならびに組織立った市場で相場のあるデリバティブ（特に

先物）が該当する。

市場は、相場価格が取引所、ブローカー、ディーラー、プライシング・サービスまたは規制機関から容易

かつ定期的に入手可能な場合に活発な市場とみなされる。また、当該価格は、実際に独立第三者間で定期的

に生じる取引を表している。
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相殺する市場リスクを有する金融資産および金融負債について、クレディ・アグリコル・エス・エーは、

相殺するリスク・ポジションの公正価値を決定する基礎として仲値を使用する。当行グループは、未決済の

ショート・ポジションに最新の売り呼び値を、未決済のロング・ポジションに最新の買い呼び値を使用して

いる。

 

レベル2：レベル1に含まれるもの以外の、直接的または間接的に観察可能なインプットを使用して測定され

る公正価値

使用されるインプットは、直接的に（すなわち価格として）観察可能であるか、または間接的に（すなわ

ち価格から導き出して）観察可能であり、一般にクレディ・アグリコル・エス・エーの外部のデータ（すな

わち入手可能または利用可能な公表データであり、市場コンセンサスに基づいたもの）で構成される。

レベル2は以下により構成されている。

・活発でない市場で相場価格のある株式および債券、または活発な市場で相場価格はないが、観察可能な市

場データと市場参加者が通常使用している評価手法（割引キャッシュ・フロー法、ブラック・ショール

ズ・モデル等）を使用して公正価値が決定される株式および債券

・店頭で取引される商品で、その公正価値が、観察可能な市場データ（すなわち定期的に入手可能な様々な

独立の外部情報源から導き出すことができるデータ）を使用したモデルにより測定されるもの。たとえ

ば、金利スワップの公正価値は、通常報告日に観察された市場金利イールド・カーブから導き出されてい

る。

当該モデルが特に、観察可能な市場データ（金利イールド・カーブまたはインプライド・ボラティリ

ティ・サーフェス等）に基づく標準モデルに沿ったものである場合、関連する商品の当初の公正価値測定か

ら生じた初日の利益または損失は、開始時に純損益に認識される。

 

レベル3：重要な観察不能なインプットを使用して測定される公正価値

活発な市場において取引されていない複雑な商品の一部については、公正価値測定は、同一商品について

市場で観察できない仮定を使用した評価手法に基づいている。これらの商品はレベル3に開示される。

これに主に関連しているのは、公正価値測定が市場データと直接比較することのできないインプット（た

とえば相関またはボラティリティ等）を含む、複雑な金利商品、エクイティ・デリバティブ、仕組クレジッ

ト商品である。

取引価格は市場価値を反映していると考えられているため、初日の利益または損失の認識は繰り延べられ

る。

これらの仕組金融商品に関連するマージンは、通常、インプットが観察不能であると考えられる期間にわ

たり純損益に認識される。市場データが「観察可能」になった際に、繰り延べられるべきマージンの残額は

直ちに純損益に認識される。

レベル2およびレベル3において開示される金融商品に使用された評価手法およびモデルは、市場参加者が

価格の決定において考慮する要素をすべて組み込んでいる。これらは、独立した管理部門により事前に検証

される。公正価値測定では、特に流動性リスクとカウンターパーティー・リスクの両方が考慮される。

 

金融資産と金融負債の相殺

IAS第32号に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーは、計上された金額を相殺する法的強制力のある

権利を有しており、かつ純額で決済するかまたは資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有している場

合にのみ、金融資産と金融負債を相殺して純額で報告している。

清算機関を通じて取扱われるデリバティブ商品および買戻し条件付契約で、IAS第32号により要求されてい

る2つの要件を満たしているものは、貸借対照表上で相殺されている。
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金融商品に係る純利益（損失）

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）

純損益を通じて公正価値で認識する金融商品について、この項目には特に以下の損益計算書項目が含まれ

る。

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される、株式およびその他の持分証券からの配当金お

よびその他の収益

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産または金融負債の公正価値の変動

・純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の処分による利益および損失

・公正価値ヘッジまたはキャッシュ・フロー・ヘッジのヘッジ関係に含まれないデリバティブに係る、公正

価値の変動および処分または終了による利益/損失

この項目には、ヘッジの非有効部分も含まれる。

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）

その他の包括利益を通じて公正価値で認識する金融商品について、この項目には特に以下の損益計算書項

目が含まれる。

・その他の包括利益（組替えられることのない項目）を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される資

本性金融商品からの配当金

・その他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定する金融資産に分類される

負債性金融商品の処分による利益（損失）およびかかる負債性金融商品のヘッジ関係の終了による利益

・ヘッジ対象が売却された際の、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産である公正価値

ヘッジのヘッジ手段の処分または終了による純利益

 

供与された融資コミットメントおよび金融保証

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定されていないか、またはIFRS第9号の定義におけるデリ

バティブとみなされない融資コミットメントは、貸借対照表に認識されない。ただし、これらは、IFRS第9号

の規定に従って信用リスクに対する引当金の対象となる。

金融保証契約とは、特定の債務者が負債性金融商品の当初または変更後の条件に従った支払期日の到来時

に支払を行わないことにより保証契約保有者に発生する損失を補填するために、その保有者に対して特定の

支払いを行うことを発行者に義務付ける契約である。

金融保証契約は、公正価値で当初認識され、その後、以下のうち高い方の金額で認識される。

・IFRS第9号の「減損」の規定に従って信用損失を算定し調整した評価額

・当初認識額からIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」の原則に従って認識された収益の合計額を適

宜差し引いた金額

 

引当金（IAS第37号）

クレディ・アグリコル・エス・エーは、過去の事象に起因する債務（法的または推定的）で、当該債務を

決済するために資金の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の支払期日または金額は確定していないが

信頼性のある見積りができるものをすべて識別している。これらの見積りは、影響が重要である場合に適宜

割り引かれる。

信用リスクに関連しない債務について、クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下を対象とする引当金

を設定している。

・オペレーショナルリスク

・従業員給付

・融資コミットメントの実行リスク

・請求および債務保証
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・税務リスク（法人所得税を除く。）

・住宅購入貯蓄制度に関係するリスク

最後の引当金は、住宅購入貯蓄制度に影響する不利な変動が生じた際に当行グループの債務をカバーする

ためのものである。かかる債務とは、（ⅰ）貯蓄契約について未確定の期間にわたりその開始時に設定した

固定金利を支払う義務、ならびに（ⅱ）住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄口座の加入者に対して当該契

約の開始時に設定した金利で貸出金を供与する義務である。引当金は、各世代の住宅購入貯蓄制度およびす

べての住宅購入貯蓄勘定について計算され、各世代間の債務の相殺は行われない。

これらの債務額は、特に以下のものを考慮して計算される。

・実績から得られた契約者の行動に関する仮定に基づく契約者行動モデル（ただし、将来における行動の実

際の動向を必ずしも反映するものではない。）

・長期にわたる実績に基づいた、将来供与される貸出金の金額および期間の見積り

・市場金利のイールド・カーブおよび合理的に予測可能な動向

以下の引当金の金額を決定する上で、一定の見積りがなされることがある。

・確定したリスクの識別ならびに事故の頻度および財務上の潜在的影響に関する経営者の評価が考慮され

る、オペレーショナルリスクに対する引当金

・報告期間末に入手可能な情報に基づく経営者の最善の見積りを基にした、法的リスクに対する引当金

詳細な情報は、注記6.16「引当金」に記載されている。

 

従業員給付（IAS第19号）

IAS第19号に従って、従業員給付は以下の4つの区分で計上されている。

・短期従業員給付（給与、社会保障費の拠出金、年次有給休暇、利益分配、インセンティブ制度およびプレ

ミアム等、関連する勤務を提供した事業年度から12ヶ月以内に支払われる予定のものと定義されてい

る。）

・退職給付（確定給付制度および確定拠出制度の2つの区分に該当する。）

・その他の長期給付（事業年度末から12ヶ月以降に支払われる長期勤続報奨、賞与および報酬）

・退職慰労金

 

退職給付

確定給付制度

各報告日において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、退職給付および類似の給付ならびに確定給付

制度の区分に該当するその他すべての従業員給付に対する負債をカバーするために引当金を設定する。

IAS第19号に従って、これらのコミットメントは、予測単位積増方式により、一連の数理計算上、財務上お

よび人口統計上の仮定に基づいて記載される。この方式では、各勤務期間の費用、すなわち事業年度に権利

確定した従業員給付に対応する金額が計上される。この費用は将来給付を割り引いて計算される。

退職給付およびその他将来の従業員給付に対する負債は、割引率、社員の離職率ならびに予想される給与

および社会保障費の増加に関する経営者の仮定に基づいている（注記7.4「退職給付、確定給付制度」を参

照。）。

割引率は、コミットメントの平均期間、すなわち従業員の離職率の仮定で加重した、評価日から支払日ま

での計算上の平均値に基づいて決定される。その基礎として、iBoxx AAを参照した割引率が使用される。

IAS第19号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その他の包括利益（組替えられることのない項

目）に計上していたすべての数理計算上の差異を修正した。数理計算上の差異の内訳は、実績調整（見積り

と実際の結果との差異）および数理計算上の仮定の変更による影響である。

制度資産に係る期待収益は、確定給付債務の測定に適用する割引率を用いて決定される。制度資産に係る

期待収益と実際の収益の差額は、その他の包括利益（組替えられることのない項目）に計上される。

引当金の金額は以下と等しい。
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・IAS第19号が推奨する数理計算に従って計算した、報告期間末の確定給付債務の現在価値

・（必要がある場合には）当該コミットメントをカバーするために配分された資産の公正価値を差し引く。

その代表的なものとして適格な保険契約が挙げられる。当該債務の100％が、確定給付制度の全部または一

部の期間について支払われる支出額と合致する保険契約によりカバーされる場合、これらの保険契約の公

正価値が、対応する債務の価値（すなわち、対応する数理計算上の負債額）であるとみなされる。

対象とならない債務については、退職給付引当金が、貸借対照表の負債の部の「引当金」に計上される。

この引当金は、事業年度末時点における勤務従業員に対するクレディ・アグリコル・エス・エーの負債に相

当し、2005年1月1日に発効したクレディ・アグリコル・エス・エーの労働協約に準拠している。

早期退職のコミットメントに係る費用を賄うための引当金も、「引当金」に記載される。この引当金は、

クレディ・アグリコル・エス・エーの企業が締結した様々な早期退職協定（これに基づき適格年齢に達した

従業員が早期退職することができる。）における割引後の追加費用を賄う。

最後に、当行グループ会社の一部は、補完退職給付を支払う義務を有する。これらの給付に対して、当行

の数理計算上の負債に基づいて、引当金が計算される。当該引当金も、貸借対照表の負債の部の「引当金」

に記載される。

 

確定拠出制度

「雇用主」は、様々な強制加入年金制度に拠出している。制度資産は独立した組織によって管理され、基

金が当該事業年度および過年度において提供された従業員の勤務に対応する従業員給付をすべて賄うために

十分な資産を保有していない場合でも、拠出する企業には追加拠出を行う法的または推定的義務がない。し

たがって、クレディ・アグリコル・エス・エーには、当該事業年度末に支払うべき拠出金以外に負債はな

い。

 

その他の長期給付

その他の長期給付は、退職給付および解雇給付以外の従業員給付で、従業員が関連する勤務を提供した事

業年度の末日から12ヶ月以内にその全額につき支払期日が到来しないものである。

これには特に、権利が確定した事業年度の末日から12ヶ月以降に支払われる賞与およびその他の繰延報酬

で、株式報酬に該当しないものが含まれる。

測定方法は、当行グループが確定給付制度の退職給付に使用する方法と同様である。

 

株式報酬（IFRS第2号）

IFRS第2号「株式に基づく報酬」は、株式報酬取引について企業の損益計算書および貸借対照表において評

価することを要求している。この基準は、従業員との取引、より具体的には以下の場合に適用される。

・株式報酬取引が資本性金融商品で決済される場合

・株式報酬取引が現金で決済される場合

クレディ・アグリコル・エス・エーが開始し、IFRS第2号の対象である株式報酬制度は、主に資本性金融商

品で決済される取引（ストック・オプション、無償株式分配制度、株価に連動する現金決済型変動報酬また

は株式決済型変動報酬等）である。

付与されたオプションは、主にブラック・ショールズ・モデルを使用して、付与日における公正価値で測

定される。これらのオプションは、権利確定期間にわたり「従業員費用」に費用計上され、同額の調整額が

株主持分に計上される。

従業員貯蓄制度の一環として従業員に提供される従業員株式発行も、IFRS第2号の基準に基づいて処理され

る。株式は、最高で30％割り引いた価格で従業員に提供される。これらの制度に権利確定期間はないが、当

該株式には、5年間のロックアップ期間が設けられる。従業員に付与された給付は、取得株式の公正価値と申

込日に従業員が支払った購入価格に申込株式数を乗じた金額との差額として測定される。この給付では、

2023年1月1日以降、ロックアップによる割引が考慮されなくなった。
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算定方法、既存の制度および評価方法に関するより詳細な説明は、注記7.6「株式報酬」に記載されてい

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーの資本性金融商品で決済される株式報酬に係る費用および新株予約権

に係る費用は、年金加入者を雇用している企業の財務書類において認識される。その影響額は「従業員費

用」として計上され、「利益剰余金、当行グループの持分」が同額だけ増加する。

 

法人所得税（IAS第12号）

IAS第12号に従い、法人所得税は、当期税金および繰延税金を問わず、利益に係るすべての税金を含む。

 

当期税金負債

IAS第12号は、当期税金負債について、「ある事業年度の課税所得（欠損金）について納付すべき（還付さ

れる）法人所得税額」として定義している。課税所得は、税務当局が定めたルールに従って決定されたある

事業年度の利益（または損失）であり、法人所得税はそれに基づいて納付（還付）しなければならない。

当期税金負債を計算するための税率および税法は、当行グループの会社が所在する各国において施行され

ているものである。

当期税金負債は、その納付が複数年にわたる場合であったとしても、将来の取引の完了を条件としないす

べての法人所得税（納付・還付にかかわらず）を含む。

当期税金負債は、決済が終わるまで負債として認識しなければならない。当該事業年度および過年度につ

いて支払済みの額がそれらの年度の税額を超える場合は、当該超過額は資産として認識しなければならな

い。

有価証券取引および債権からの収益に対する税額控除は、当該事業年度に関連する法人所得税の支払に実

質的に使用される場合、関連する収益と同じ項目に認識される。対応する税金費用は、引き続き損益計算書

の「法人所得税」の項目に認識される。

また、クレディ・アグリコル・エス・エーが実行した取引の一部は、当期税金負債の測定において考慮さ

れない税務上の効果を有することがある。IAS第12号では、資産または負債の帳簿価額とその課税基準額との

差異を、一時差異と定義している。

 

繰延税金

この基準は、以下の場合に繰延税金を認識することを要求している。

・次の場合に生じる繰延税金負債を除き、貸借対照表における資産または負債の帳簿価額とその課税基準額

との間のすべての将来加算一時差異について繰延税金負債を認識しなければならない。

－のれんの当初認識

－企業結合ではなく、取引日に会計上の利益にも課税所得（欠損金）にも影響を与えない取引における資

産または負債の当初認識

・将来減算一時差異を使用できる課税所得が生じる可能性が高いと考えられる範囲内で、貸借対照表におけ

る資産または負債の帳簿価額とその課税基準額との間のすべての将来減算一時差異について繰延税金資産

を認識しなければならない。

・また、未使用の税務上の繰越欠損金および税額控除に対して、将来その使用対象となる課税所得が生じる

可能性が高い範囲内で、繰延税金資産を認識しなければならない。

繰延税金は、各国における適用税率に基づいて計算され、割り引いてはならない。

繰延税金資産および繰延税金負債は、以下の場合にのみ相殺される。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが当期税金資産と当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を

有し、かつ、

・繰延税金資産および繰延税金負債が、同一の税務当局によって、同一の納税主体、あるいは別々の納税主

体であるが多額の繰延税金資産または繰延税金負債の回収または決済が見込まれる将来の各事業年度に、
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当期税金資産と当期税金負債を純額で決済するか、または当期税金資産の実現と当期税金負債の決済を同

時に行うことを意図している納税主体に対して課された法人所得税に該当するものである。

当期税金および繰延税金は、以下のいずれかから生じる場合を除き、当該事業年度の当期純利益に認識さ

れる。

・同一の事業年度または異なる事業年度に株主持分に直接認識される取引または事象。この場合、税金は直

接株主持分に借記または貸記される。

・企業結合

 

有価証券に係るキャピタル・ゲイン

課税対象となる有価証券に係る未実現利益は、資産の帳簿価額と課税基準額との将来加算一時差異を生じ

させない。したがって、繰延税金は、これらの利益に対して認識されない。関連する有価証券がその他の包

括利益を通じて公正価値で測定する金融資産として分類される場合、未実現利益および損失は相殺して株主

持分に直接認識される。同様に、これらの未実現利益または損失から発生する、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの税金費用または実際の税金費用減少額は、株主持分からの控除額として計上される。

フランスでは、株式投資の売却に係る長期キャピタル・ゲインは、フランス税法の定めにより、法人所得

税を免除されている。ただし、費用負担分については、通常の適用税率で課税される。さらに、事業年度末

時点で認識された未実現利益には、この費用負担分に関する一時差異が生じ、繰延税金の認識が必要とな

る。

 

リース（IFRS第16号）

IFRS第16号「リース」に基づき、当行グループが借手である場合のリースに関し、使用権資産については

「繰延税金負債」を認識し、リース負債については「繰延税金資産」を認識する。

 

税務リスク

法人所得税に関連する税務リスクについては、資産の受領または負債の支払の可能性が高いと考えられる

場合には当期税金資産または当期税金負債を認識する。これらのリスクは、当期税金資産および繰延税金資

産ならびに当期税金負債および繰延税金負債の評価においても考慮される。

不確実な税務ポジションの測定に関するIFRIC解釈指針第23号は、事業体が採用した税務ポジションについ

て1つ以上の不確実性を特定した場合に適用される。その見積りの方法についても、以下のとおり定めてい

る。

・分析は、税務当局による完全な評価に基づいて行わなければならない。

・税務当局が、採用した税務処理について異議を唱える可能性のほうが（そうでない可能性より）高くなっ

た場合、直ちに、税務リスクを経営者の最善の見積りを反映した金額で負債として認識しなければならな

い。

・税務当局による還付の可能性が50％を超える場合、未収金を認識しなければならない。

 

固定資産の会計処理（IAS第16号、第36号、第38号および第40号）

クレディ・アグリコル・エス・エーは、すべての有形固定資産に構成要素別の会計処理を適用している。

IAS第16号の規定に従って、減価償却可能価額には、有形固定資産の潜在的な残存価額が考慮される。

土地は、取得原価から減損損失を控除した額で測定される。

事業に使用される不動産、投資用の不動産および設備は、その取得原価から、その使用開始時以降の減価

償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測定される。

購入したソフトウェアは、取得原価から、その取得後の減価償却累計額および減損損失累計額を控除した

額で測定される。
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自社製作のソフトウェアは、原価から、その完成後の減価償却累計額および減損損失累計額を控除した額

で測定される。

ソフトウェア以外では、主に契約上の権利（たとえば、販売契約）に起因して企業結合により取得した資

産が無形資産に含まれる。これらは、相当する将来の経済的便益、または予想されるサービスの可能性に基

づいて評価されている。

固定資産はその見積耐用年数にわたり減価償却される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、有形固定資産に関する構成要素別の会計処理の適用に伴い、以下

の構成要素および減価償却期間を採用した。当該減価償却期間は資産の種類およびその所在地により修正さ

れている。

 

構成要素 減価償却期間

土地 減価償却されない

構築物 30年から80年

非構築物 8年から40年

工場設備 5年から25年

器具備品 5年から15年

コンピューター機器 4年から7年

専門機器 4年から5年

 

為替取引（IAS第21号）

報告日において、外貨建て資産および負債は、クレディ・アグリコル・エス・エーの機能通貨であるユー

ロに換算される。

IAS第21号に従って、貨幣性項目（たとえば、負債性金融商品）と非貨幣性項目（たとえば、資本性金融商

品）は区別される。

外貨建て貨幣性資産および外貨建て貨幣性負債は、決算日の為替レートで換算される。為替差額は、損益

計算書に計上される。このルールには、以下の3つの例外がある。

・その他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）を通じて公正価値で測定する負債性金融商品につい

ては、償却原価に関して計算された為替差額のみが損益計算書に計上され、残りはその他の包括利益（組

替えられる可能性のある項目）に計上される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジに指定された項目、または在外営業活動体に対する純投資の一部である項目

に係る為替差額は、その他の包括利益（組替えられる可能性のある項目）に計上される。

・純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債については、自己の信用リスクの公正

価値の変動に係る為替差額が、その他の包括利益（組替えられることのない項目）に計上される。

非貨幣性項目は、換算前の項目の種類により以下のとおり異なる処理がなされる。

・取得原価による項目は、取引日の為替レート（取引発生時レート）で測定される。

・公正価値による項目は、報告期間末の為替レートで測定される。

非貨幣性項目に係る為替差額は以下のとおり認識される。

・非貨幣性項目に係る利益または損失が損益計算書に計上される場合には、損益計算書に認識される。

・非貨幣性項目に係る利益または損失がその他の包括利益（組替えられることのない項目）に計上される場

合には、その他の包括利益（組替えられることのない項目）に認識される。

 

顧客との契約から生じる収益（IFRS第15号）

受取報酬および手数料ならびに支払報酬および手数料は、関連する役務の性質に従って収益として認識さ

れる。
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金融商品に係る実効利回りの不可欠な一部である報酬および手数料は、（IFRS第9号に従い）当該商品に係

る利回りの調整として認識され、実効金利に含まれる。

他の種類の報酬および手数料を損益計算書に認識する場合、販売した財またはサービスに対する支配の顧

客への移転状況を示す進捗率を反映しなければならない。

・役務提供を伴う取引からの純収益は、信頼性をもって見積ることができる場合、サービスに対する支配が

顧客に移転した時点で「受取報酬および手数料」に認識される。この移転は、役務提供に応じて（継続的

な役務の場合）または特定の日に（1回限りの役務の場合）生じる。

a）継続的な役務提供による受取報酬および手数料（たとえば、支払手段に係る報酬および手数料）は、役

務提供の進捗度に応じて、収益に認識される。

b）1回限りの役務に対する報酬として支払われたかまたは受領された報酬および手数料は、役務提供時に

全額が損益に認識される。

業績目標の達成を条件に支払われるかまたは受領される報酬および手数料については、後に偶発事象が解

消された時点で認識された収益が大幅に戻入れられない可能性が高い金額で認識する。これらの見積りは、

各報告期間末に更新される。実際には、業績連動型の受取報酬および手数料の一部の項目については、こう

した条件により、業績評価期間が終了し、かつかかる収益獲得が確実となるまで、認識が繰り延べられる可

能性がある。

 

保険契約

契約の定義および分類

当行グループ事業体が発行する契約は、以下の区分に分類される。

・IFRS第17号の適用範囲に該当する、発行した保険契約（再保険契約を含む。）

・裁量権のある有配当性を伴うか否かに応じてIFRS第17号またはIFRS第9号が適用される投資契約

当行グループ事業体が保有している再保険契約も、IFRS第17号の適用対象である。

下記において保険契約という場合は、明示的に記載されている場合を除き、裁量権のある有配当性を伴う

投資契約および保有している再保険契約も含まれる。

 

保険契約

保険契約とは、一方の当事者（発行者）が、所定の不確実な将来事象（保険事故）が他の当事者（保険契

約者）に不利な影響を与えた場合に保険契約者に補償することに同意することにより、保険契約者から重大

な保険リスクを引き受ける契約をいう。

再保険契約とは、一方の事業体（再保険会社）が、他の事業体が発行した1つ以上の保険契約（原契約）か

ら生じる保険金請求について当該他の事業体を補償するために発行する保険契約をいう。

当行グループは、保険契約および再保険契約によって金融リスクにもさらされている。

保険リスクとは、金融リスク以外のリスクで、保険契約の保有者から発行者に移転されるリスクと定義さ

れる。金融リスクとは、特定の金利、金融商品価格、コモディティ価格、為替レート、物価指数もしくは金

利指数、信用格付もしくは信用指数、またはその他の変数（ただし、非金融変数の場合は、当該変数が契約

当事者に固有のものではない場合に限る。）のうち、1つ以上が将来変動する可能性のあるリスクと定義され

る。

主な保険リスクは、死亡（死亡時の保障）、長寿（生存時の保障（終身年金等））、罹患（障害時の保

障）、就労不能、健康（医療保険）または個人の失業、ならびに民事賠償責任および対物賠償に関するもの

である。

IFRS第17号の原則を適用する場合、保険契約には、直接連動有配当保険契約および直接連動有配当保険契

約以外の保険契約が該当する。

直接連動有配当保険契約は、実質的に投資関連サービス契約であり、企業が基礎となる項目に基づくリ

ターンを約束している保険契約である。その開始時において以下に該当する保険契約と定義されている。
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・契約条件で、基礎となる項目の明確に識別されたプールに対する持分に保険契約者が参加する旨を定め

ていること。

・企業が保険契約者に基礎となる項目に対する公正価値リターンの相当な持分に等しい金額を支払うと予

想していること。

・保険契約者に支払う金額の変動の相当な部分が、基礎となる項目の公正価値の変動に応じて変動すると

企業が予想していること。

この3つの条件が満たされているかどうかは契約開始時に評価され、その後は、契約の大幅な条件変更がさ

れない限り、再評価は行われない。

その他の発行した保険契約およびすべての再保険契約（発行した再保険契約および保有している再保険契

約）は、直接連動有配当保険契約以外の保険契約に該当する。

 

投資契約

保険会社が重大な保険リスクにさらされない契約は、投資契約として知られている。これには、裁量権の

ある有配当性を伴う投資契約および裁量権のある有配当性を伴わない投資契約が該当する。

裁量権のある有配当性を伴う投資契約は、特定の投資家に、発行者の裁量の対象とならない金額に加え

て、次のような追加の金額を受け取る契約上の権利を与える金融商品と定義されている。

・契約上の給付全体の中で重大な一部分となると見込まれるもの

・時期または金額が、契約上、発行者の裁量で決定されるもの

・契約上、次のいずれかに基づいているもの

－所定の契約プールまたは所定の種類の契約から生じるリターン

－発行者が保有する所定の資産プールの実現および／または未実現の投資リターン

－契約を発行している企業またはファンドの純損益

裁量権のある有配当性を伴う投資契約は、主に元本保証型の貯蓄契約を対象としている。マルチサポート

契約において保険契約者が貯蓄の全部または一部を、裁量権のある有配当性を伴う元本保証型ファンドに随

時移管するオプションを（かかる移管を妨げない条件で）有している場合、当行グループは、保険契約者が

このオプションを行使したか否かにかかわらず、当該契約全体を、裁量権のある有配当性を伴う投資契約で

あるとみなしている。

上記の定義を満たさない投資契約は、裁量権のある有配当性を伴わない投資契約に該当し、IFRS第9号の適

用範囲となる。

 

保険契約の認識

保険契約からの構成要素の分離

当行グループは、契約開始時に、組込デリバティブ、別個の投資要素、および保険契約者に別個の財また

はサービス（保険契約サービスを除く。）を提供する約束を、保険契約から分離し、それらに適用される

IFRS基準に基づき独立した構成要素として会計処理する。

別個の独立した構成要素を必要に応じて分離した後、当行グループは、保険契約の残りのすべての構成要

素について、IFRS第17号を適用して会計処理する。

 

保険契約の集約レベル

基準の集約レベルに関する規定に基づき、契約は契約ポートフォリオにグループ化した上で、契約の当初

認識時に予想される収益性に応じて3つのグループに分割しなければならず、また、発行時点が1年超離れた

契約は同一グループに含めてはならない（年次コホート原則）。

保険契約ポートフォリオは、類似したリスクにさらされ、一括して管理されている保険契約で構成され

る。

ポートフォリオは、少なくとも、以下のグループに分割しなければならない。
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・当初認識時に不利である契約グループ（もしあれば）

・当初認識時においてその後に不利となる可能性が大きくない契約グループ（もしあれば）

・ポートフォリオの中の残りの契約のグループ（もしあれば）

これらのグループは、保険契約の当初測定・認識時の集約レベルである。

ポートフォリオの識別に関する基準の一般原則を適用するために、当行グループは、識別された保証およ

び契約の管理方法に基づいて様々な分析を行った（たとえば、退職貯蓄商品の場合は関連する金融ポート

フォリオに応じて、リスク商品の場合はリスクおよびソルベンシーに関する将来に向かっての評価に用いら

れるグリッドに応じて、損害保険商品の場合は事業部門に応じて）。これらポートフォリオの契約により予

想される収益性に応じたグループへの分割は、契約価格、類似契約の過去の収益性または将来予測の計画と

いった様々な情報に基づき行われた。

2021年11月19日付の欧州委員会規則(EU)第2021-2036号の第2条で認められているように、クレディ・アグ

リコル・エス・エーは、世代間で共有される契約については、同基準の年次コホート要件の免除規定を利用

するとしている。この会計方針の選択は、免除の対象となる当行グループの貯蓄および退職業務関連のポー

トフォリオに適用されている。

当行グループは、同一ポートフォリオ内の契約が別々のグループに入ることとなる理由が、法律上または

規制上の規定により企業が特性の異なる保険契約者に対して異なる価格または給付水準を設定する実務上の

能力が制限されていることのみである場合に、これらの契約を同一グループに分類することを認めている同

基準の規定を適用していない。

 

保険契約の認識日

発行した保険契約グループは、次のうち最も早い日から認識しなければならない。

・契約グループのカバー期間の開始日

・保険契約者からの最初の支払の期限が到来した日、または支払期日がない場合は最初の支払の受領日

・不利な契約グループについては、当該グループが不利となった日

 

保険獲得キャッシュ・フロー

保険獲得キャッシュ・フローは、（発行した、または発行予定の）保険契約グループの販売、引受および

開始に係るコストから生じるキャッシュ・フローのうち、当該グループが属する保険契約ポートフォリオに

直接起因するものである。かかるキャッシュ・フローには、ポートフォリオ内の個々の契約または保険契約

グループに直接起因しないキャッシュ・フローが含まれる。

保険料配分アプローチを用いて測定される一部の契約グループにおいて費用として直接認識することを決

定した場合を除いて、対応する保険契約グループの認識前に支払われた保険獲得キャッシュ・フローは、資

産として認識される。この保険獲得キャッシュ・フローに係る資産は、保険獲得キャッシュ・フローが対応

する保険契約グループの測定に含められた時に、その全部または一部の認識を中止する。

各報告期間の末日現在において、事実および状況により保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の減損の

可能性を示す兆候がある場合、当行グループは、当該資産の回収可能性を評価する。2023年12月31日現在、

当行グループが特定した保険獲得キャッシュ・フローに係る資産は、全額が減損しているためその帳簿価額

をゼロにしている。

 

保険契約の測定

IFRS第17号の適用範囲に該当する契約は、以下の3つのモデルを用いて測定することができる。

・一般モデル、すなわちBBA（ビルディング・ブロック・アプローチ）モデル。これは、基本の評価モデル

である。

・VFA（変動手数料アプローチ）モデル。これは、直接連動有配当保険契約に強制的に適用される。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 943/1736



・PAA（保険料配分アプローチ）モデル。これは、一定の基準を満たした場合に選択できる単純化されたモ

デルである。

当行グループは、これらの3つのモデルを用いて契約を測定している。

一般モデルは、主に当行グループの借入人保険、長期介護保険、死亡・障害保険、疾病休業保険、定期保

険および特定の医療保険の分野に使用される。

当行グループは、どの契約が直接連動有配当保険契約に該当するかを判断するため、直接連動有配当契約

に分類するための3つの要件（上記の契約の分類に関するセクションを参照。）を満たしているか分析した。

その結果、当行グループの貯蓄、退職および葬儀事業がVFAモデルにより評価されている。

当行グループは、損害保険事業（発行した保険契約および保有している再保険契約）にPAAモデルを適用す

ることを選択した。

 

一般モデルおよびVFAモデルによる契約の測定

当初認識

当行グループは、当初認識時に、以下の合計額で契約グループを測定する。

・以下で構成される履行キャッシュ・フロー

－将来キャッシュ・フローの見積り

－貨幣の時間価値および将来キャッシュ・フローに係る金融リスクを（将来キャッシュ・フローの見積

りに金融リスクが含まれていない範囲で）反映するための調整

－非金融リスクに係る調整

・契約上のサービス・マージン（CSM）

 

将来キャッシュ・フローの見積り

将来キャッシュ・フローの見積りの目的は、生じ得るすべての範囲の結果を反映した一連のシナリオの期

待値を決定することである。各シナリオのキャッシュ・フローは、期待現在価値を算出するために、割り引

いて当該結果の見積確率で加重平均する。

将来キャッシュ・フローの見積りは、報告期間の末日現在における将来キャッシュ・フローの金額、時期

および不確実性に関して、過度のコストや労力をかけることなく入手可能な、合理的かつ裏付け可能なすべ

ての情報を、偏りのない方法で組み込んだものである。この情報には、保険金請求に関する過去の社内外の

データおよび保険契約のその他の特徴が含まれ、評価日時点の状況を反映するよう更新されており、当該日

における将来に関する仮定も含まれている。

将来キャッシュ・フローの見積りは、関連する市場変数の見積りが観察可能な市場価格と整合的であるこ

とを条件として、報告期間の末日現在の状況に関する当行グループの見解を反映している。市場変数の見積

りは、観察可能な市場パラメータを最大限利用することにより行われる。

生命保険では、将来キャッシュ・フローの予測において、保険契約者の行動および経営上の意思決定に関

する仮定が組み込まれる。これらの仮定は、特に解約、保険契約者の利益分配方針および資産配分方針に関

するものである。

期待現在価値の見積りには、金融オプションおよび保証が重要な場合には、その影響が含まれる。この見

積りには、確率論的なシミュレーション手法が用いられる。確率論的なモデルでは、金利および株式リター

ン等の市場変数について、発生可能な多数の経済シナリオに基づき将来キャッシュ・フローを予測する。

当行グループが評価した主なオプションは、貯蓄契約または退職契約の解約オプション、最低保証金利お

よび保険契約の予定利率、契約上の利益分配条項、ならびにユニット・リンク契約に関する最低保証給付で

ある。

モデル化された保険契約者の利益分配は、現地および契約上の規制上の制約を遵守しており、事業体の経

営陣が検討する戦略的前提条件の対象となる。
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契約に重大な死亡（または長寿）リスクが含まれる場合、規制上の死亡率表または（より慎重であると判

断されるときは）過去の経験による表も参照して予測を行う。

ユニット・リンク契約に死亡時の最低保証給付が含まれる場合、見積りは、当該契約の受益者が勘定のユ

ニット価値の変動にかかわらず、少なくとも当初の投下資本を受け取れるようにするため、経済的手法（確

率論的なシナリオ）を用いて決定する。

損害保険では、当行グループは、報告された個々の保険金請求を検討し、また、既発生未報告の保険金を

見積ることにより、報告期間の末日現在の既発生未払保険金を処理するための最終的な費用および予想され

る回収額の見積りを行っている。最終的な費用の見積りには、過去のデータに基づく決定論的な統計手法を

適用し、専門家の判断に基づく保険数理上の仮定を使用している。使用するパラメータの変更は、特に、予

測の実現に向けて内在する不確実性が一般的に大きくなる、保険種目全般におけるロングテールの賠償請求

について、報告期間の末日現在の見積りの価値に重要な影響を及ぼす可能性が高い。これらのパラメータ

は、特に、損害の分類および定量化、補償時に適用されるスケール（表および料率）ならびに損害保険金の

年金化の確率に関する不確実性に関係している。当行グループの場合、該当する保険種目は、自動車損害賠

償責任保険、一般損害賠償責任保険、個人傷害保険および医師賠償責任保険である。

 

契約の境界線

契約グループの測定には、グループ内の各契約の範囲（以下「境界線」という。）内のすべての将来

キャッシュ・フロー（すなわち、当行グループが保険契約者に保険料の支払を強制できる報告期間中、また

は当行グループが保険契約者に保険契約に基づくサービスを提供する実質的な義務を有している報告期間中

に存在する、実質的な権利義務から生じるすべての将来キャッシュ・フロー）が含まれる。

契約の境界線の判定に際しては、判断を下し、当該契約に基づく当行グループの実質的な権利義務を考慮

する必要がある。このために、当行グループは、その契約の特性、特に価格の見直しの可能性について詳細

な分析を行った。たとえば、貯蓄契約および退職契約における将来の任意のまたは予定されている支払なら

びに強制的な年金引出しを伴う退職契約の支払段階については、契約の境界線に含まれるものと判断した

が、自動更新条項に係る損害保険契約の更新については契約の境界線に含まれないものと判断した。

 

契約の測定において考慮されるキャッシュ・フロー

保険契約の境界線内のキャッシュ・フローは、契約の履行に直接関連するものである。特に、保険契約者

が支払った保険料、保険契約者への支払、契約が属するポートフォリオに配分された保険獲得キャッシュ・

フロー、保険金請求管理費用、ならびに保険契約の履行に直接起因する固定間接費および変動間接費の配分

が含まれる。

キャッシュ・フローは、活動ベースの費用配分法により、各法人のレベルで機能別（保険獲得活動、その

他保険契約の履行に関連する活動、およびそれ以外の活動）に配分される。

保険獲得キャッシュ・フローおよび履行キャッシュ・フローは、類似の特性を有するすべての費用に一律

に適用される規則的かつ合理的な方法により、契約グループに配分される。これには、直接費ならびに固定

間接費および変動間接費の配分の両方が含まれる。

当行グループは、直接連動有配当保険契約以外の保険契約で、保険契約者に支払うキャッシュ・フローに

対して裁量権を与えるものを識別していない。

 

割引率

当行グループは、貨幣の時間価値および将来キャッシュ・フローに係る金融リスクを（当該金融リスクが

将来キャッシュ・フローの見積りに含まれていない範囲で）反映するために、将来キャッシュ・フローの見

積りを調整する。

IFRS第17号において、割引率は、保険契約を測定する上で主要なパラメータである。割引率は特に、履行

キャッシュ・フローの測定のほか、直接連動有配当保険契約以外の保険契約については契約上のサービス・
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マージン（CSM）につき資産計上される利息の決定、CSMの変動の測定、およびその他の包括利益（OCI）オプ

ションを適用した場合に純損益として認識される保険金融収益または保険金融費用の金額の決定に使用され

る（下記の事後測定に関するセクションを参照。）。

IFRS第17号は、割引率の決定において、特定の見積手法を規定していないが、保険契約の貨幣の時間価

値、キャッシュ・フロー特性および流動性特性から生じる要因を考慮し、観測可能なインプットを最大限に

利用する手法を要求している。当行グループが割引率カーブの決定に使用する手法では、ボトムアップ・ア

プローチを用い、リスクフリー・レートのイールド・カーブに、保険契約のキャッシュ・フロー特性および

流動性を反映した非流動性プレミアムが調整される。当行グループは、該当する通貨の観察可能なスワッ

プ・レート（信用リスク調整後）を用いてリスクフリー・レートのイールド・カーブを決定している。この

カーブは、最終流動性点と、長期実質金利およびインフレの予想を反映した終局フォワードレートとの間で

補外される。当行グループが使用するイールド・カーブの補外法は、平滑化点法であり、最初の平滑化点

（FSP）を超えるレートは、終局フォワードレート（UFR）、最終流動性フォワードレート(LLFR)および収束

速度パラメータを考慮した関数で補外される。非流動性プレミアムは、契約をカバーするために保有する資

産に対応する参照ポートフォリオに基づき決定される。債券資産の非流動性プレミアムは、債券ポートフォ

リオのスプレッドを信用リスク対価と比較して決定される。債券以外の資産の非流動性プレミアムは、これ

らの資産クラスの非流動性に起因する超過リターンを定量化するシャープ・レシオに基づく方法を用いて算

出される。このように算出された参照ポートフォリオ内の資産の非流動性プレミアムは、その後、対応する

保険負債の非流動性プレミアムの算出に使用される。その際、非流動性プレミアムの満期に伴う増加を反映

させるために、資産および負債のそれぞれの満期の比較に基づく係数が使用される。

下表は、保険契約のキャッシュ・フローを割り引くために使用したイールド・カーブを示している。

 

2023年

12月31日現

在

2023年12月31日 2022年12月31日

1年 5年 10年 15年 20年 30年 1年 5年 10年 15年 20年 30年

生命保険（フランス）  

ユーロ 4.47％ 3.43％ 3.50％ 3.57％ 3.51％ 3.37％ 4.16％ 4.11％ 4.07％ 4.00％ 3.74％ 3.43％

損害保険（フランス）  

ユーロ 4.02％ 2.98％ 3.05％ 3.13％ 3.06％ 2.98％ 3.68％ 3.64％ 3.60％ 3.53％ 3.27％ 3.02％

海外  

ユーロ 4.92％ 3.87％ 3.94％ 4.02％ 3.95％ 3.75％ 4.22％ 4.17％ 4.13％ 4.06％ 3.80％ 3.48％

米ドル 4.95％ 3.68％ 3.63％ 3.67％ 3.64％ 3.42％ 5.40％ 4.27％ 4.07％ 4.02％ 3.94％ 3.61％

日本円 0.07％ 0.45％ 0.85％ 1.15％ 1.39％ 1.51％ (0.10％)0.16％ 0.49％ 0.97％ 1.26％ 1.56％

 

使用した非流動性プレミアムの水準は、以下のとおりである。

 

2023年12月31日現在

2023年12月31日 2022年12月31日

1年 1年

生命保険（フランス）   

ユーロ 108 95

損害保険（フランス）   

ユーロ 65 49

海外   

ユーロ 91 101

米ドル 53 69

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 946/1736



 

非金融リスクに係る調整

将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りにおいては、非金融リスクから生じるキャッシュ・フローの

金額および時期についての不確実性に対して当行グループが要求する報酬を反映するために、非金融リスク

に係る明示的な調整が行われる。

当行グループは、すべての契約についてリスク調整を決定するために、信頼水準技法を用いている。当行

グループの評価指標はVaR（バリュー・アット・リスク、分位点は生命保険事業で80％、損害保険事業で

85％）であり、最終期限（生命保険事業では負債の満期に近似されている。）が設定されている。この調整

は、相関マトリックスを用いて決定される、企業レベルでのリスク分散効果を反映している。企業間の分散

も考慮されている。

 

契約上のサービス・マージン

契約グループのCSMは、当行グループが将来において保険契約サービスを提供するにつれて認識することに

なる未稼得利益に相当する。

契約グループの当初認識時に、当初認識日に測定された履行キャッシュ・フロー、当該日に生じたキャッ

シュ・フロー、および当該グループに関連するキャッシュ・フローについて従前認識されていた資産または

負債（保険獲得キャッシュ・フローに係る資産を含む。）の当該日における認識中止により生じた金額の合

計がキャッシュ・インフロー（純額）であった場合、契約グループは収益性がある。この場合、CSMは、この

キャッシュ・インフロー（純額）と等しい金額を異符号にしたものとして測定され、その結果、当初認識時

に収益または費用は発生しない。

上記で計算された金額がキャッシュ・アウトフロー（純額）であった場合、契約グループは不利であるこ

とになる。この場合、キャッシュ・アウトフロー（純額）は、直ちに純損益に損失として認識され、当該グ

ループに関連する負債の帳簿価額は履行キャッシュ・フローと同額となり、当該グループの契約上のサービ

ス・マージンはゼロとなる。

 

事後測定

各報告期間の末日現在の契約グループの帳簿価額は、残存カバーに係る負債（LRC）および発生保険金に係

る負債（LIC）の合計額である。

残存カバーに係る負債は、当該日現在において当行グループに配分されている将来のサービスに係る履行

キャッシュ・フローおよび当該日現在の当行グループの契約上のサービス・マージンで構成される。

発生保険金に係る負債は、既発生未報告の保険金を含む、未払の発生保険金およびその他の関連費用に係

る履行キャッシュ・フローで構成される。

契約グループの履行キャッシュ・フローは、割引後の将来キャッシュ・フローの見積り、現在の割引率、

および非金融リスクに係る調整の割引後の見積額を用いて、報告期間の末日現在に測定される。履行キャッ

シュ・フローの変動は、以下のとおり認識される。

 

将来のサービスに係る変動 CSMに対して認識される（または、当該契約グループが不

利である場合は、保険収益として認識される）

現在または過去のサービスに係る変動 保険サービス費用に認識される

貨幣の時間価値、金融リスクおよびそれらの変

動による将来キャッシュ・フローへの影響

保険金融収益または保険金融費用に認識される

 

各契約グループのCSMは、契約が直接連動有配当保険契約以外（一般モデル）であるか、直接連動有配当保

険契約（VFAモデル）であるかに応じて、各報告期間の末日現在に、以下のとおり計算される。
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一般モデルを用いて測定される直接連動有配当保険契約以外の契約

直接連動有配当保険契約以外の契約については、報告期間の末日現在の契約グループの契約上のサービ

ス・マージンの帳簿価額は、報告期間の期首現在の帳簿価額に以下の項目を調整した金額と等しい。

・期中にグループに追加された新規契約の影響

・当初認識時の割引率で測定された、報告期間中に契約上のサービス・マージンの帳簿価額に対して発生

計上した利息

・将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動。ただし、以下の範囲を除く。

－履行キャッシュ・フローのそのような増加が契約上のサービス・マージンの帳簿価額を上回り、当該

超過額が純損益に損失として計上されることで、損失要素が生じる範囲

－履行キャッシュ・フローのそのような減少が損失要素に配分され、純損益に従前認識されていた損失

が解消する範囲

・契約上のサービス・マージンに係る為替の影響

・期中の保険契約サービスの提供により保険収益に認識された金額で、上記のその他のすべての調整を

行った後に算定されたもの（下記「契約上のサービス・マージンの純損益への認識」を参照。）

将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動で、CSMを調整するものには、以下が含まれる。

・当初認識時に決定された割引率で測定された、将来のサービスに関して当期に受領した保険料から生じ

た実績調整、ならびに保険獲得キャッシュ・フローおよび保険料ベースの税金等の関連するキャッ

シュ・フロー

・当初認識時に決定された割引率で測定された、残存カバーに係る負債の将来キャッシュ・フローの現在

価値の見積りの変動（貨幣の時間価値、金融リスクおよびそれらの変動の影響によるものを除く。）

・投資要素と保険契約者に対する貸付金の差額

・当初認識時に決定された割引率で測定された、将来のサービスに関連する非金融リスクに係る調整の変

動

 

VFAモデルを用いて測定される直接連動有配当保険契約

変動手数料アプローチ（VFAモデル）は、直接連動有配当保険契約により提供されるサービスの特定の性質

を反映するものである。これらの保険契約は、実質的に投資関連サービス契約であり、企業が基礎となる項

目に基づくリターンを約束しているものである。

基礎となる項目とは、保険契約者に対する支払額の割合を決定する項目である。当行グループ内では主に

金融資産ポートフォリオで構成され、またフランスの元本保証型の貯蓄契約の場合は当該契約の保険契約の

支払約束金額で構成される。当行グループは、基礎となる金融資産を保有する方針である。これらの資産の

内訳および公正価値については、注記5.3に詳述されている。

直接連動有配当保険契約は、保険契約者に対する当行グループの義務が、以下の項目の純額となる契約で

ある。

・基礎となる項目の公正価値と同額を保険契約者に支払う義務

・保険契約により提供される将来のサービスと交換に支払われる変動手数料（基礎となる項目の公正価値

に対する事業体の持分と、基礎となる項目のリターンに基づき変動しない履行キャッシュ・フローとの

差額に相当する。）

基礎となる項目の公正価値と同額を保険契約者に支払う義務の変動は、将来のサービスに関連しないた

め、CSMの調整は行われず、純損益に認識される。

基礎となる項目の公正価値に対する事業体の持分の変動は、将来のサービスに関連するものであるため、

CSMの調整が行われる。

したがって、報告期間の末日現在の直接連動有配当保険契約グループのCSMの帳簿価額は、当該期間の期首

現在の帳簿価額に以下の項目を調整した金額となる。

・期中にグループに追加された新規契約の影響

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 948/1736



・基礎となる項目の公正価値の変動に対する事業体の持分および将来のサービスに係る履行キャッシュ・

フローの変動。ただし、以下の範囲を除く。

－貨幣の時間価値および金融リスクによる基礎となる項目に対する企業の持分または履行キャッシュ・

フローへの影響の変動をCSMから除外するためにリスク軽減オプションが適用される範囲（当行グルー

プはこのオプションを適用していない。）

－基礎となる項目の公正価値の減少に対する事業体の持分または将来のサービスに係る履行キャッ

シュ・フローの増加がCSMの帳簿価額を上回り、純損益に損失として計上されることで、損失要素が生

じる範囲

－基礎となる項目の公正価値の増加に対する事業体の持分または将来のサービスに係る履行キャッ

シュ・フローの減少が損失要素に配分され、純損益に従前認識されていた損失が解消する範囲。

・契約上のサービス・マージンに係る為替の影響

・期中の保険契約サービスの提供により保険収益に認識された金額で、上記のその他のすべての調整を

行った後に算定されたもの（下記「契約上のサービス・マージンの純損益への認識」を参照。）

将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの変動で、CSMを調整するものには、上記の直接連動有配当

保険契約以外の契約で特定した変動（現在の割引率で評価される。）、ならびに貨幣の時間価値および金融

リスクのうち、基礎となる項目から生じていない影響の変動（たとえば、金融保証の影響等）が含まれる。

 

損失要素

一般モデルまたはVFAモデルを用いて測定される契約について、当行グループは、不利な契約グループの残

存カバーに係る負債の損失要素を設定している。この損失要素に基づいて、不利な契約グループの損失の戻

入としてその後純損益に表示される金額が決定され、その結果、保険収益から除外される（下記の表示に関

するセクションを参照。）。

履行キャッシュ・フローが発生した場合、損失要素と、損失要素を除いた残存カバーに係る負債とに規則

的に配分される。

将来のサービスに係る履行キャッシュ・フローの事後的な減少および（直接連動有配当保険契約の場合）

基礎となる項目の公正価値の事後的な増加に対する当行グループの持分は、損失要素のみに配分される。

損失要素がゼロまで減額された場合、当該減少が損失要素に配分された金額を超過する額は、対象である

契約グループの新たなCSMとなる。

 

PAAモデルによる契約の測定

保険料配分アプローチ（PAAモデル）は、保険契約グループの設定日に以下の2つの適格要件のいずれかが

満たされた場合に、保険契約グループの残存カバーに係る負債を単純化した方法で測定できる任意の測定モ

デルである。

・この単純化した方法による契約グループの残存カバーに係る負債の測定が、一般モデルの規定を適用し

た場合の測定と重要な差異がないと、当行グループが合理的に見込んでいる場合

・契約グループ内の個々の契約のカバー期間が1年以内である場合

当行グループは、損害保険事業（発行した保険契約および保有している再保険契約）にこのアプローチを

適用することを選択した。関連する契約グループの大半は、2つ目の適格要件（すなわち、グループ内の個々

の契約のカバー期間が1年以内であること）を満たしている。

保険契約グループの当初認識時における残存カバーに係る負債の帳簿価額は、当初認識時における受取保

険料から当該日おける当該グループに配分された保険獲得キャッシュ・フローを減算後、契約グループに関

連するキャッシュ・フローについて従前認識されていた資産または負債（保険獲得キャッシュ・フローに係

る資産を含む。）の当該日における認識中止により生じた金額を加減した金額で測定される。

PAAに基づき測定される契約グループについて、当行グループは、当初認識時にグループ内の個々の契約の

カバー期間が1年以内であることを条件として、保険獲得キャッシュ・フローがある場合には、これらの費用
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が発生した時点で費用として認識するという会計方針の選択を行うことができる。当行グループは、PAAモデ

ルを使用して測定する契約グループの測定にこのオプションを適用しないことを選択した。

事後測定において、残存カバーに係る負債の帳簿価額は、期中の受取保険料を加え、費用として認識した

保険獲得キャッシュ・フローの償却に関連する金額を加算し、期中に提供した保険サービスの保険収益およ

び期中に支払った保険獲得キャッシュ・フローを減算した金額である。

各契約グループの当初認識時に、当行グループは、サービスの提供からそれに関連する保険料の支払期日

までの期間が1年を超えないと予想している。したがって、当行グループは、残存カバーに係る負債の帳簿価

額について、貨幣の時間価値および金融リスクの影響を反映するための調整を行わないことを選択した。

カバー期間中のいずれかの時点において、PAAモデルを用いて測定された保険契約が不利であると事実およ

び状況により示唆された場合、当行グループは、純損益に損失を認識し、（契約グループの残存カバーに係

る履行キャッシュ・フローの現在の見積りが当該カバーに係る負債の帳簿価額を上回る範囲で）残存カバー

に係る負債を増加させる。これらの契約グループの履行キャッシュ・フローは、発生保険金に係る負債も割

り引かれる範囲で（現在の割引率で）割り引かれる。

PAAモデルを用いて測定される契約について、契約グループが不利となった場合に生じる損失要素は、残存

カバーに係る負債に配分される。この損失要素の戻入を行う場合、残存カバーに係る負債は、損失要素がな

かった場合に決定される残存カバーに係る負債を下回ることはできない。

当行グループは、PAAモデルを用いて測定される保険契約グループの発生保険金に係る負債を、一般モデル

の適用規定に従い、発生保険金に係る履行キャッシュ・フローの金額として測定している。ただし、将来

キャッシュ・フローについて、かかるキャッシュ・フローの支払または受取が保険金請求日から1年を超えな

い期間内に見込まれる場合、貨幣の時間価値および金融リスクの影響の調整を行う必要はない。当行グルー

プは、このオプションを適用していない。したがって、将来キャッシュ・フローは、（現在の割引率で）割

り引かれている。

 

保有している再保険契約の認識

保有している再保険契約は、上記の直接連動有配当保険契約以外の保険契約に適用される規定に従って会

計処理され、その特定の特性を考慮して修正される。

 

集約レベル

保有している再保険契約のポートフォリオは、発行した保険契約に適用されるIFRS第17号の規定に従って

分割される。ただし、保有している再保険契約は不利になり得ないため、当行グループは、保有している再

保険契約にこれらの規定を適用する上で、不利な契約への言及は、保有している再保険契約のうち当初認識

時に正味の利得が生じるものを指すとみなしている。

 

認識日

保有している再保険契約グループは、当該グループのカバー期間の開始時に認識される。この原則の例外

として、当行グループは、保有している保険契約グループのうち比例的なカバーを提供するものについて

は、基礎となる保険契約の当初認識日が保有している保険契約グループのカバー期間の開始時より遅い場

合、その認識日を基礎となる保険契約の当初認識日まで延期する。

ただし、当行グループが基礎となる不利な保険契約グループを予定よりも早い日に認識する場合で、かつ

対応する再保険契約が当該日以前に締結されている場合、保有している再保険契約グループは、当該日に認

識される。

 

契約の境界線

上記の発行した保険契約についての契約の境界線に関する規定を保有している再保険契約に適用すること

は、キャッシュ・フローが、出再会社が再保険者に支払う義務を有する報告期間中、または出再会社が再保
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険者からサービスを受ける実質的な権利を有する報告期間中に存在する実質的な権利義務から生じる場合

に、保有している再保険契約グループの境界線内に含まれることを意味する。

したがって、保有している再保険契約の境界線内のキャッシュ・フローは、発行または発行予定の基礎と

なる契約から生じ、当行グループが再保険契約に基づき再保険契約の最も早い解約可能日まで出再する

キャッシュ・フローとして決定される。

 

測定

当行グループは、保有している再保険契約の将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りを、基礎となる

保険契約または保険契約グループの将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りの測定に使用した仮定と一

貫性のある仮定を用いて測定し、再保険者側の不履行リスク（保証および訴訟による損失の影響を含む。）

を反映するよう調整している。

非金融リスクに係る調整は、出再会社が再保険者に移転するリスクの金額に相当する。

保有している再保険契約が基礎となる不利な契約の認識時またはそれ以前に締結されていて、当行グルー

プが基礎となる不利な保険契約グループの当初認識時または既存グループへの基礎となる不利な契約の追加

時に損失を認識する際は、当行グループは、不利な再保険契約が属するグループのCSMを調整し、それに応じ

て収益を認識する。この調整は、保有している再保険契約グループの残存カバーに係る資産の損失回収要素

であり、基礎となる不利な契約による損失の回収を表している。この損失回収要素は、保有している再保険

契約からの損失回収要素の戻入として純損益に表示される金額になるもので、結果的に、支払保険料の配分

から除外される。

 

契約の認識中止および条件変更

当行グループは、以下の場合に、保険契約の認識を中止する。

・保険契約が消滅した場合（すなわち、当該契約に明記された義務が消滅するか、免除されるか、または

取り消された場合）

・保険契約が第三者に移転されたとき

・保険契約の条件変更が行われ、その変更後の条件が常に存在していたと仮定した場合に当該契約の会計

処理が著しく変更されるような変更がなされた場合（たとえば、異なる分類または異なる測定モデ

ル）。この場合、変更後の条件に基づく新たな契約が認識される。

 

中間財務書類における会計上の見積りの影響

当行グループは、IAS第34号に従い、中間財務書類を作成している。当行グループは、その後の中間財務書

類および年次財務書類においてIFRS第17号を適用するにあたり、従前の中間財務書類における会計上の見積

りの取扱いを変更することを選択した。

 

表示

貸借対照表における表示

当行グループは、貸借対照表上、以下の項目の帳簿価額を個別表示している。

・資産である発行した保険契約ポートフォリオ

・負債である発行した保険契約ポートフォリオ

・資産である保有している再保険契約ポートフォリオ

・負債である保有している再保険契約ポートフォリオ

関連する契約グループの認識以前に生じたキャッシュ・フロー（保険獲得キャッシュ・フローを含む。）

について認識された資産および負債は、関連する契約のポートフォリオの帳簿価額に含められる。
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損益計算書ならびに当期純利益およびその他の包括利益／（損失）計算書における表示

当行グループは、IFRS第17号の適用範囲内の契約に関連する収益および費用を、以下の損益計算書項目に

計上している。

・保険収益

・保険サービス費用

・保有している再保険契約に係る収益および費用

・保険金融収益または保険金融費用

・保有している再保険契約に係る保険金融収益または保険金融費用

保有している再保険契約に係る収益および費用は、発行した保険契約に係る収益および費用とは別に表示

している。

当行グループは、保有している再保険契約に係る収益および費用（保険金融収益または保険収益費用を除

く。）を保険サービス損益の単一の金額として表示することを選択したためである。

当行グループは、非金融リスクに係る調整の変動を、直接連動有配当保険契約以外の保険契約については

保険サービス損益および保険金融収益または保険金融費用に配分し、直接連動有配当保険契約についてはか

かる変動の全額を保険サービス損益に含めることを選択した。

保険収益および保険サービス費用には、投資要素は含まれない。

 

包括利益に認識される金額

保険収益－一般モデルおよびVFAモデルにより測定された契約

期中に認識された保険収益は、保険契約グループに関連するサービスの提供を、当行グループが当該サー

ビスと引き換えに権利を得ると見込んでいる対価を反映する金額で表している。

これには、以下のものが含まれる。

・当行グループが対価の受取を見込んでいるサービスの提供に関連する残存カバーに係る負債の変動に関

連する、以下の金額

－期中に発生した保険サービス費用（報告期間の期首現在の見込額で測定される。）。ただし、残存カ

バーに係る負債の損失要素に配分した金額、投資要素の返済、第三者に代わって回収した取引ベース

の税金、保険獲得費用、および非金融リスクに係る調整に関連する金額を除く。

－非金融リスクに係る調整の変動。ただし、保険金融収益または保険金融費用に含まれる変動、将来の

サービスに関連する変動および残存カバーに係る負債の損失要素に配分される金額を除く。

－期中の保険契約サービスの提供の結果として純損益に認識された契約上のサービス・マージンの金額

－必要に応じて、その他の金額（たとえば、将来のサービスに関連するもの以外の保険料の受け取りに

ついての実績調整）

・保険料のうち保険獲得キャッシュ・フローの回収に配分される部分の金額

当行グループは、保険料のうち保険獲得キャッシュ・フローの回収に配分される部分を、時の経過を反映

した規則的な方法で各期間に配分している。当行グループは、利息の資産計上を考慮せずに定額法による配

分を採用した。同額が保険サービス費用として認識されている。

 

契約上のサービス・マージンの純損益への認識

保険契約グループの契約上のサービス・マージンの金額は、期中に当該グループに関して提供された保険

契約サービスを反映するために各期間の保険収益に認識されるが、この金額は、当該グループのカバー単位

を識別し、報告期間の末日現在のCSM（純損益に金額を認識する前）を各カバー単位（当期に提供されたもの

および将来提供される予定のもの）に均等に配分し、当期に提供されたカバー単位に配分された金額を純損

益に認識することによって決定される。
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契約グループのカバー単位の数は、当該グループ内の契約で提供される保険契約サービスの量に対応して

おり、各契約について、提供される給付の量およびカバーの予想存続期間を考慮して決定される。カバー単

位は、各報告期間の末日現在に見直され、更新される。

保険契約サービスには、保険事故に対するカバー（保険カバー）のほか、該当する場合、直接連動有配当

保険契約については保険契約者に代わって行う基礎となる項目の管理（投資関連サービス）、直接連動有配

当保険契約以外の保険契約については保険契約者のための投資リターンの生成（投資リターン・サービス）

が含まれる。

投資リターン・サービスまたは投資関連サービスの提供期間は、当該サービスに関して既存の保険契約者

に対して支払われるべき金額がすべて支払われる日までに終了する。

一般モデルを用いて測定される当行グループの契約には、投資リターン・サービスは含まれていない。

同基準では、当該期間に提供されたサービスの量を反映するために用いる適切な指標を規定していないた

め、この点に関しては判断が必要となる。当行グループがカバー単位を識別するために用いる手法、および

その結果としてCSMが純損益に認識される時期については、対象契約の特性に合わせている。VFAで測定され

る直接連動有配当保険契約については、CSMを純損益に配分するために用いられる方法は、各期間中に保険会

社が提供した資産運用サービスを経済的に反映することを目的としている。したがって、この種の契約の測

定に使用される保険数理モデルで予測される資産のリスク中立的なリターンに加え、かかる資産の実際のパ

フォーマンスに応じた追加のリターンも考慮される。一般モデルで測定されるそれ以外の契約については、

保証の種類（死亡給付や元本残高等）に応じた様々な指標に基づいてカバー単位が決定されている。

報告期間末現在のCSM残高について、今後純損益に認識される予定額の内訳は、注記5.3に記載されてい

る。

 

保険収益－PAAモデルにより測定される契約

PAAモデルを用いて測定される契約グループについては、期中の保険収益は、当該期間に配分された、予想

される保険料受取額（投資要素を除く。）である。

当行グループは、PAAモデルを用いて測定されるすべての契約について、時の経過に基づき、これらの予想

される保険料受取額を保険契約のサービス期間に配分している。

 

保険サービス費用

発行した保険契約から生じた保険サービス費用は、通常、発生時に純損益に認識される。保険サービス費

用には、投資要素の払戻しは含まれず、以下の項目が含まれる。

・発生保険金（投資要素を除く。）および他の発生した保険サービス費用

・保険獲得キャッシュ・フローの償却

・不利な契約グループに係る損失および当該損失の戻入

・貨幣の時間価値、金融リスクおよびそれらの変動による影響から生じるものではない、発生保険金に係

る負債の変動

・保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の減損損失および当該減損損失の戻入

 

保有している再保険契約に係る収益および費用

保有している再保険契約に係る収益および費用には、以下の項目が含まれる。

・支払保険料の配分（当行グループが対価の支払を見込んでいるサービスの提供に関連する、残存カバー

に係る資産の変動に関連する金額を含む。）

・再保険者から回収した金額

・保有している再保険契約の発行者側の不履行リスクの変動による影響
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保険金融収益または保険金融費用

保険金融収益または保険金融費用は、貨幣の時間価値および金融リスクならびにそれらの変動の影響から

生じる保険契約グループおよび再保険契約グループの帳簿価額の変動で構成される。

VFAモデルを用いて測定される保険契約グループについては、これらの変動は、損失要素に配分される変動

（保険サービス費用に含まれる。）を除外し、基礎となる項目の価値の変動に起因する契約グループの測定

における変動（追加および解約を除く。）を含める。

期中の保険金融収益または保険金費用は、純損益に全額表示するか、または純損益とその他の包括利益に

分解して表示する（以下「OCIオプション」という。）ことができる。

直接連動有配当保険契約以外の保険契約で、企業が基礎となる項目を保有しているものについては、純損

益に表示される金額は、契約グループの期間にわたって見込まれる保険金融収益または保険金融費用の総額

を、以下を使用して規則的に配分することにより決定される。

・金融リスクに関する仮定の変更が保険契約者に支払われる金額に重要な影響を及ぼさない、一般モデル

により測定される保険契約グループ：契約グループの当初認識日現在で決定された割引率を使用する

・PAAモデルにより測定される契約グループ：発生保険金請求日現在で決定された割引率を使用する

直接連動有配当保険契約で、当行グループが基礎となる項目を保有しているものについては、純損益に認

識される金額は、保有する基礎となる項目について純損益に含めた収益または費用との会計上のミスマッチ

を解消する金額である。このオプションに基づき、当行グループは、基礎となる項目について純損益に認識

された収益または費用と完全に対応する収益または費用を純損益に認識し、その結果、別個に表示されるこ

れらの項目の合計はゼロとなる。

当行グループは、ほとんどの保険ポートフォリオについて、期中の保険金融収益または保険金融費用を純

損益とその他の包括利益に配分する会計処理法（OCIオプション）の適用を選択した。直接連動有配当保険契

約で企業が基礎となる項目を保有するものについては、このオプションを適用することにより、保有する基

礎となる項目について純損益に認識される収益または費用との会計上のミスマッチを解消した金額が純損益

に表示されることになる。それ以外の契約については、割引率の変動による契約の価値への影響が、その他

の包括利益に表示されている。

 

投資要素

同基準の規定では、投資要素を識別することを要求している。投資要素は、保険事故が発生したか否かに

かかわらず、すべての状況で当行グループが被保険者に返済しなければならない金額として定義されてお

り、保険収益としても保険サービス費用としても計上すべきでない。

当行グループが識別した主な投資要素は、明示的な解約返戻金または移管価値のある貯蓄契約および退職

契約に関係するものである。

 

内部利益

IFRS第17号は、貸借対照表上の保険負債を測定する際に、将来の費用を見積ることを要求している。損益

計算書は、当期中の実際の費用および費用の見積額の戻入を示している。

クレディ・アグリコルの銀行ネットワークは、当行グループの保険事業体が発行し管理する保険契約を販

売している。これらの事業体は、手数料を通じて銀行ネットワークに報酬を支払っている。

当行グループは、グループ内部の手数料に含まれる内部利益の金額について、保険負債および損益計算書

を調整している。保険契約を販売する際に銀行ネットワークが負担する間接費は、保険サービス費用として

表示されている。影響を受ける勘定科目は、以下のとおりである。

・貸借対照表上：VFAモデルおよびBBAモデルについては保険負債

・損益計算書上：VFAモデルおよびBBAモデルについてはCSMを認識し、すべてのモデルについて実際の費用

を認識する。
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当行グループは、その銀行ネットワークの標準化された管理データを利用して、販売された保険契約の

マージンを決定している。

これらの修正再表示は、注記5の事業セグメント「コーポレート・センター」に含められている。

 

リース（IFRS第16号）

当行グループは、リースの貸手、借手のいずれの場合もある。

 

当行グループが貸手である場合のリース

リースは、原資産の所有に伴いリスクと経済価値のほとんどがリース契約により移転される場合はファイ

ナンス・リースとして分類され、リース資産のリスクおよび便益のほとんどが借手に移転しない場合はオペ

レーティング・リースとして分類される。

・ファイナンス・リースの場合、リースは、貸手の信用供与により資金を調達した借手に対する固定資産の

売却と同等のものとみなされる。

　したがって、貸手は、借手の金融債務を、リース料と貸手に対する無保証残存価値の合計額を契約の計算

利子率で割り引いた現在価値に相当する金額で「償却原価で測定する金融資産」に計上する。

　受取リース料の内訳は、損益計算書の「受取利息および類似収益」に計上される利息と元本回収額であ

り、したがって、純利益には残額に対する一定の率の金利が含まれることになる。使用される金利は、契

約の計算利子率である。

ファイナンス・リースについては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号に基づく償却原価で

測定する金融資産の減価償却に関する一般的アプローチを適用している。

・オペレーティング・リースの場合、貸手は、リース資産を貸借対照表の資産の部の「有形固定資産」に認

識し、残存価値を除いた金額を、耐用年数にわたって定額法で減価償却する。また、受取リース料も、

リース期間にわたって定額法で純損益に認識される。

受取リース料および減価償却費は、損益計算書の「その他の業務収益」および「その他の業務費用」に計

上される。

 

当行グループが借手である場合のリース

リースは、リース資産が利用可能となった日に貸借対照表に認識される。借手は、リース資産を使用する

権利を表す資産を見積契約期間にわたり「有形固定資産」に計上し、リース料支払義務を表す負債を同じ期

間にわたり「その他の負債」に計上する。

契約のリース期間は、リースの解約不能期間に、借手の行使が合理的に確実である場合は契約の延長オプ

ション、また借手が行使しないことが合理的に確実である場合は解約オプションを調整した期間である。

フランスにおいて、無期限契約または自動更新契約に適用される当行グループの原則は、5年後に最初の解

約オプションを行使することである。「3/6/9」商業リースに用いる期間は通常9年（当初解約不能期間は3

年）である。借手が3年後に解約オプションを行使しないことが合理的に確実であると判断した場合、当行グ

ループの原則が、ほとんどのフランスの商業リースに、リース開始日に適用される。これは、リース期間が6

年と見積もられることを意味する。当行グループの原則（最初の解約オプションが5年後の場合）は、（たと

えば、賃料の減額と引き換えに）中途解約オプションを放棄したリース等、特定の場合には適用されないこ

とがある。この場合、（通常、最長3年間の自動延長が見込まれる場合を除き）当初のリース期間として9年

が適用される。

リース負債は、リース料の現在価値に相当する金額が契約期間にわたり認識される。リース料には、固定

リース料、レートまたは指数に基づく変動リース料、および借手が残価保証、購入オプションまたは早期解

約違約金として支払うと見込まれる金額が含まれる。指数またはレートに基づかない変動リース料および

リース料について損金算入されないVATは、負債の算定において考慮されず、「営業費用」に認識される。
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使用権資産およびリース負債の算定に適用される割引率は、計算利子率を容易に算定できない場合は、契

約締結日における契約期間にわたる借手の追加借入利子率とする。追加借入利子率は、リースの支払方法を

考慮し、リースの条件（期間、保証、経済環境等）を反映している。

リース料支払額は、利息と元本支払額に分解される。

資産を使用する権利は、リース負債の当初測定額に、当初直接コスト、前払リース料および回復費用を加

算し、リース・インセンティブを差し引いた金額で測定され、見積リース期間にわたって償却される。

リース負債および使用権資産は、リースの変更、リース期間の見直し、または指数もしくはレートの適用

に関連してリース料の見直しが行われた場合に調整されることがある。

借手は、使用権とリース負債の一時差異に対して繰延税金を認識する。

基準に定める例外規定に従い、短期リース（当初期間12ヶ月以下）および新たな価値が少額のリース資産

は、貸借対照表に認識されておらず、対応するリース費用が損益計算書の「営業費用」に定額法で計上され

ている。

基準に従い、当行グループは、無形資産のリースにはIFRS第16号を適用していない。

 

売却目的保有非流動資産および非継続事業（IFRS第5号）

非流動資産（または処分グループ）は、その帳簿価額が継続使用ではなく売却により主に回収される場合

に売却目的保有として分類される。

これに該当するためには、資産（または処分グループ）は、現況で直ちに売却することが可能でなければ

ならず、その売却の可能性が非常に高くなければならない。

関連する資産および負債は、貸借対照表において「売却目的保有非流動資産および非継続事業」および

「売却目的保有非流動資産および非継続事業に係る負債」として独立して表示される。

売却目的保有として分類される非流動資産（または資産グループ）は、その帳簿価額と、売却費用控除後

の公正価値のいずれか低いほうの金額で測定される。未実現損失が生じた場合、減損は損益計算書に計上さ

れる。さらに、減価償却固定資産に該当する非流動資産は、分類変更後、減価償却が行われなくなる。

持分法適用投資については、売却目的保有割合に相当する利益に対する持分が計上されなくなる。

売却目的保有資産グループの売却費用控除後の公正価値が非流動資産の減損控除後の帳簿価額を下回る場

合、その差額は、売却目的保有資産グループの他の資産（金融資産を含む。）に配分される。

非継続事業とは、既に処分されたかまたは売却目的保有に分類されている当行グループの構成単位で、次

のいずれかに該当するものである。

・独立の主要な事業分野または営業地域を表す。

・独立の主要な事業分野または営業地域を処分する、統一された計画の一部である。

・転売のみのために取得した子会社である。

以下は、損益計算書の独立の項目として開示される。

・非継続事業からの純利益

・非継続事業を構成する資産または負債を処分したことにより、または売却費用控除後の公正価値で測定し

たことにより認識した税引後の利益または損失

 

1.3　連結の原則および方法（IFRS第10号、IFRS第11号およびIAS第28号）

 

連結の範囲

当連結財務書類は、クレディ・アグリコル・エス・エー、ならびにIFRS第10号、IFRS第11号およびIAS第28

号に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーが支配、共同支配または重要な影響力を行使するすべての

会社の財務書類を含んでいる（ただし、連結の範囲に含まれるすべての会社の中でも重要性がないものを除

く。）。
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支配の定義

国際会計基準に従い、支配、共同支配および重要な影響力の下にあるすべての企業は、下記の例外に該当

しないことを条件として、連結される。

企業に対する支配は、クレディ・アグリコル・エス・エーが、当該企業との関与により変動リターンにさ

られているかまたは変動リターンを受領する権利を有している場合で、かつ当該企業に対して有するパワー

によりかかるリターンに影響を及ぼすことができる場合に存在するものとみなされる。この文脈において、

パワーとは、実質的な権利（議決権または契約上の権利）をいう。権利は、権利の保有者が当該企業の関連

性のある活動に関して決定を行う際に実務上それを行使することができる場合に、実質的な権利とみなされ

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、その権利により子会社の関連性のある活動を指図する実務上の能

力を有する場合に、議決権を通じて当該子会社を支配しているとみなされる。クレディ・アグリコル・エ

ス・エーは、通常、直接的にまたは子会社を通じて間接的に、企業における既存の議決権または潜在的議決

権の過半数を所有する場合に、当該子会社を支配しているとみなされる。ただし、そのような所有権が関連

性のある活動を指図するパワーを与えないことを明確に立証することができる場合を除く。企業の議決権

（潜在的議決権を含む。）の所有が半数に満たなくても、クレディ・アグリコル・エス・エーが、特に、契

約上の取決めの存在、他の投資家と比較した保有する議決権の規模またはその他の理由により、単独の裁量

によって関連性のある活動を指図することが実務上可能である場合にも、支配が存在するとみなされる。

ストラクチャード・エンティティの支配の評価は、議決権が当該企業のリターンに影響しないことから、

議決権に基づいては行われない。支配の分析を行う際には、契約上の取決めのみならず、クレディ・アグリ

コル・エス・エーによる当該企業の設立時の関与および決定の有無、設立時になされた合意、クレディ・ア

グリコル・エス・エーが負うリスク、特定の状況においてのみ関連性のある活動を指図するパワーを投資家

に与える契約に基づく権利、および投資家が当該企業の関連性のある活動を指図することができる旨を示す

その他の事実または状況が考慮される。経営に関する合意がある場合には、委任された経営者に付与される

意思決定に関するパワーの範囲およびかかる契約上の取決めに定める報酬について調査が行われ、当該経営

者が実務上（委任されたパワーにより）代理人として行動しているか、（自己の責任において）本人として

行動しているかが判定される。

さらに、当該企業の関連性のある活動について決定を行う際、当該企業が代理人として行動しているか本

人として行動しているかの判断において、次の指標を用いる。すなわち、（当該企業に対するパワーとの比

較における）経営者に委任された意思決定に関するパワーの範囲、契約上の取決めに定める報酬、当該企業

に関与する他の当事者の意思決定能力に影響を及ぼす可能性のある実質的な権利、および当該企業に対する

他の持分の変動リターンに対するエクスポージャーである。

共同支配は、経済活動に対する契約上合意された支配の共有がある場合に存在するとみなされる。企業の

関連性のある活動に影響を及ぼす決定は、支配を共有する当事者の全員一致の合意を必要とする。

伝統的な企業において、重要な影響力は、被投資企業の財務および営業の方針決定に影響を与える権限で

あり、支配ではないものとして定義される。クレディ・アグリコル・エス・エーは、直接的にまたは子会社

を通じて間接的に、企業における議決権を20％以上所有する場合に重要な影響力を有すると考えられる。

 

連結の方法

連結の方法は、IFRS第10号、IFRS第11号およびIAS第28号によって規定されている。連結対象となる可能性

のある企業に対してクレディ・アグリコル・エス・エーが行使する支配の種類に基づき、当該企業の事業ま

たは当該企業が法的主体であるか否かにかかわらず、以下のとおり処理される。

・被支配企業（財務書類の構成が異なる企業を含む。）は、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業の延

長上にない事業を行っている場合であっても、全部連結される。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが重要な影響力を行使する企業および共同支配企業（共同事業を除

く。）は、持分法で会計処理される。
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全部連結は、投資額を、各子会社が計上している資産および負債の各項目に置き換える処理である。非支

配持分に帰属する株主持分および利益は、連結貸借対照表および連結損益計算書において個別に表示され

る。

非支配持分は、IFRS第10号において規定されるとおりであり、これには、現在の保有持分に相当し、清算

された場合に純資産に対する権利を比例割合で付与する金融商品、および子会社により発行されたその他の

資本性金融商品で当行グループが保有していないものが含まれる。

関係会社または共同支配企業に対する投資は、貸借対照表上、「持分法適用会社に対する投資」に独立項

目として認識される。持分法は、投資額を、投資先企業の株主持分および純損益に対する当行グループの持

分に置き換える処理である。

かかる持分の帳簿価額の変動は、のれんの変動額を含む。

共同支配または重要な影響力が継続する範囲で株式の段階的取得または一部売却が行われる場合、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、以下のとおり認識する。

・持分比率が増加した場合は、のれんを追加計上する。

・持分比率が減少した場合は、損益計算書に売却／希薄化に係る利益（損失）を計上する。

 

修正再表示および相殺消去

IFRS第10号に従い、被連結会社に適用される評価方法を統一するために、クレディ・アグリコル・エス・

エーは財務書類を修正再表示している。

全部連結会社について、連結貸借対照表および連結損益計算書に対する当行グループの内部取引の影響は

相殺消去される。

グループ内の資産の譲渡から生じたキャピタル・ゲインまたはキャピタル・ロスは相殺消去される。内部

取引で売却された際に測定された減損が生じる場合は計上される。

 

在外営業活動体の財務書類の換算（IAS第21号）

「在外営業活動体」に該当する事業体（子会社、支店、関係会社または共同支配企業）の財務書類は、以

下の2段階でユーロに換算される。

・該当する場合には、財務書類の作成に使用される現地通貨から、機能通貨（企業が営業活動を行う主たる

経済環境で使用される通貨）に換算する。かかる情報が機能通貨で当初認識されたものとして換算される

（上記の外貨建て取引における換算の原則と同じである。）。

・機能通貨から、当行グループの連結財務書類の表示通貨であるユーロに換算する。資産および負債（のれ

んを含む。）は決算日の為替レートで換算される。資本金および資本剰余金などの株主持分項目は、取引

発生時の為替レートで換算される。損益計算書の収益および費用は期中平均為替レートで換算される。こ

の換算から生じた為替変動の影響額は、株主持分の独立した項目として認識される。在外営業活動体の活

動から撤退した場合（処分、出資金の払戻し、清算、事業の中止）、または（処分を行っていなくても）

支配の喪失による連結除外の場合、かかる換算差額は、撤退または支配喪失が認識された時点で、損益計

算書に認識される。

 

企業結合－のれん

のれんの評価および認識

IFRS第3号に従い、企業結合は取得法を使用して会計処理される。ただし、IFRS第3号の適用範囲から除外

されている共通支配下の企業結合を除く。取引に適用されるIFRSの基準または解釈指針が特に存在しない場

合、IAS第8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」は、他の基準設定機関の公式見解を参照するこ

とができるとしている。したがって、当行グループは、共通支配下の企業結合について持分プーリング法に

より帳簿価額で計上するために、IFRSの一般原則に準拠していると思われる米国基準書ASU第805-50号を適用

することを選択した。
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取得日において、IFRS第3号が規定する認識条件を満たす、被取得企業の識別可能な資産、負債および偶発

負債が公正価値で認識される。

価格調整条項は、その実現の可能性が高くなくても、公正価値で認識される。当該条項が金融負債である

場合その後の公正価値の変動は、損益計算書に認識される。2009年12月31日までに支配を獲得するに至った

取引は改訂前のIFRS第3号（2004年）に基づいて計上されているため、かかる取引に関する価格調整条項のみ

が、現在でものれんの調整として計上することが認められている。

現在の持分を構成し、清算された場合に企業の純資産に対する持分を得る権利を与える非支配持分は、取

得企業の選択により以下の2つの方法で測定することができる。

・取得日における公正価値による測定（「全部のれん」方式）

・被取得企業の識別可能な資産および負債に対する持分につき再評価した公正価値での測定

この選択は企業結合ごとに行われる。

資産、負債および偶発負債の当初の評価は、取得日後12ヶ月以内に修正することができる。

企業結合時に移転された対価（取得原価）は、被取得企業の支配と交換に取得日に取得企業が移転した公

正価値の合計として測定される（たとえば、現金、資本性金融商品等）。

企業結合に直接起因する費用は企業結合とは別個に費用として認識されている。取引の実行可能性が非常

に高い場合、かかる費用は「その他の資産に係る純利益／（損失）」に計上され、そうでない場合には「営

業費用」に計上される。

取得原価と非支配持分の金額の合計と、取得日の公正価値で評価された識別可能な取得資産および引受負

債の純額との差額が正である場合には、「のれん」として、貸借対照表の資産の部に計上される。負ののれ

んは直ちに純損益に認識される。

のれんは被取得企業の通貨により当初の金額で貸借対照表に計上され、報告期間末の決算日の為替レート

で換算される。

支配が段階的に達成される場合、支配以前に保有していた持分は、取得日に純損益を通じて公正価値で再

評価され、のれんは、一度、取得日の取得資産および引受負債の公正価値を用いて計算される。

支配を喪失した場合、処分による収入は、売却企業全体について計算され、残余持分は、支配喪失日の公

正価値で貸借対照表に計上される。

 

のれんの減損

のれんは、減損の客観的証拠があるとき、または最低1年に1回、減損についてテストされる。

取得日の非支配持分を測定するための選択肢および仮定は、のれんの当初計上額および（存在する場合に

は）価値の下落による減損に影響を与えることがある。

減損テストの目的上、のれんは、企業結合から便益を受けることが見込まれる当行グループの資金生成単

位（CGU）に配分される。当行グループの事業ラインでは、CGUを、単一の事業モデルで機能する資産および

負債の識別可能な最小グループとして定義している。減損テストでは、配分されたのれんを含む各CGUの帳簿

価額をその回収可能価額と比較する。

CGUの回収可能価額は、公正価値から売却コストを差し引いた価値と使用価値のいずれか高いほうの金額と

して定義されている。使用価値とは、経営のために当行グループが作成した中期事業計画において規定され

た、CGUの将来キャッシュ・フローの現在価値である。

回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、CGUに配分されたのれんについて、同額の減損損失が認識される。

かかる減損損失は戻入できない。

 

取得後の持分割合およびのれんの変動

クレディ・アグリコル・エス・エーが既に独占的支配を有する企業に対する持分割合を増加または減少さ

せる場合で、かつ支配の喪失を伴わない場合、企業結合の開始時に認識されたのれんの金額への影響はな

い。
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クレディ・アグリコル・エス・エーが既に独占的支配を有する企業に対する持分割合を増加させる場合、

取得原価と取得した純資産持分との差異は、「利益剰余金、当行グループの持分」の項目に認識されてい

る。

クレディ・アグリコル・エス・エーが独占的支配を維持している企業に対する持分割合を減少させる場

合、売却価格と売却した純資産持分の帳簿価額との差異も、「利益剰余金、当行グループの持分」に直接認

識される。これらの取引に係る費用は、株主持分に計上される。

 

少数株主に付与された売却オプション

少数株主に付与された売却オプションの会計処理は以下のとおりである。

・売却オプションが全部連結子会社の少数株主に付与される場合、貸借対照表に負債が認識される。かかる

負債は当初認識時に、少数株主に付与されたオプションの権利行使価格の見積現在価値で測定される。こ

の負債の見合いとして、少数株主に帰属する純資産がゼロまで減額され、残額が株主持分から控除され

る。

・見積権利行使価格のその後の変動は、当該負債金額に影響し、株主持分の修正により相殺される。同様

に、少数株主に帰属する純資産のその後の変動は、株主持分で相殺消去される。
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注記2　当期中の主要な構造改革および重大な事象
 

2.1　連結範囲の主な変更

 

2.1.1　CACEISおよびBNPパリバのフランスにおける発行体向けサービス事業部門のUptevia（BNPパリバがそ

のコーポレート・トラスト・サービス（CTS）事業をCACEIS コーポレート・トラストに拠出して設立し

た共同支配企業）への統合

 

2023年1月1日、CACEISエス・エーおよびBNPパリバは、両行の対等出資により、両行のフランスにおける発

行体向けサービス事業部門を統合することで共同支配企業であるUpteviaを設立した。

発行体向けサービス業務は、これまでCACEISグループ内では子会社のCACEISコーポレート・トラストが

行っており、2022年12月31日時点では同社にはIFRS第5号が適用されていたが、2023年1月1日にBNPパリバ・

セキュリティーズ・サービシズが引き受けた2回の増資に伴い同社に対する支配を喪失した。これらの増資

後、CACEISコーポレート・トラストは、CACEISエス・エーおよびBNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ

が対等に所有し、当行グループが持分法（2022年12月31日時点は全部連結法）を適用して連結している。同

時に、CACEISコーポレート・トラストは、Upteviaに社名変更した。

共同支配企業に売却された事業体の株式につき5百万ユーロの売却益が「その他の資産に係る純利益／（損

失）」に計上された。持分法適用会社の利益に対する持分は1百万ユーロに達し、貸借対照表上の持分法適用

会社に対する投資額は15百万ユーロであった。

 

2.1.2　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスによるFCAバンクおよびドリヴァリアの全株

式（100％）取得によるCAオート・バンクの設立、およびステランティスと共同で欧州での長期レンタ

カー事業に特化した共同支配企業であるリーシーズの立ち上げ

 

2021年12月17日に、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスおよびステランティスは、長

期レンタカー事業における欧州全体のリーダーとなる企業を50対50の出資比率で設立するための基本契約を

締結した。この契約の第1段階は、CAコンシューマー・ファイナンスおよびステランティスが共同出資する新

たな子会社を設立し、その後、2022年12月31日にFCAバンクがその子会社リーシーズをこの新たな子会社に売

却し、リーシーズ・グループを設立することであった。

基本契約の第2段階は、2023年4月3日に2つの一連の取引を通じて実施された。

まず、CAコンシューマー・ファイナンスおよびステランティスは、リーシーズおよびFree2moveリースのブ

ランドを統合してマルチブランドのオペレーティング・カーリース事業を展開し、リーシーズ・グループを

設立した。リーシーズ・グループは、CAコンシューマー・ファイナンスが50％所有し、2023年6月30日よりク

レディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類において持分法で会計処理されている。

次に、ステランティスが保有していたFCAバンク株式の残り50％を、CAコンシューマー・ファイナンスが取

得した。これにより、FCAバンクは、CAコンシューマー・ファイナンスにより完全所有され、クレディ・アグ

リコル・オート・バンクとなった。クレディ・アグリコル・オート・バンク（旧FCAバンク）は、2023年6月

30日より、クレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類において全部連結法（2022年12月31日時点は持分

法）で会計処理されている。取得日時点の純資産の公正価値は、2,740百万ユーロであった。

これらの取引およびCAコンシューマー・ファイナンス・グループのモビリティ事業の再編は、のれんの移

転、補償金の受取および支払、CAオート・バンク（旧FCAバンク）の全部連結の会計処理ならびにCAコン

シューマー・ファイナンス・グループ内の自動車金融事業の再編（特にアプリケーション・ソリューション

の見直し）に関連してすべての期中管理会計に影響し、2023年度の財務書類に一時的な影響を及ぼした。

最終的に、2023年12月31日に終了した事業年度の当期純利益－当行グループの持分にプラス179百万ユーロ

の影響が生じた。
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2.1.3　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスによる、ステランティスと共同での欧州6ヶ

国におけるALDおよびリースプランの事業の買収の完了

 

2023年8月3日、CAコンシューマー・ファイナンスは、アイルランド、ノルウェーおよびポルトガルにおけ

るALDの事業ならびにチェコ共和国、フィンランドおよびルクセンブルクにおけるリースプランの事業の買収

を発表した。

当該買収の結果、買収した事業範囲の分配が行われ、CAオート・バンクおよびCAオート・バンクの子会社

ドリヴァリアが、アイルランドおよびノルウェーにおけるALDの事業ならびにチェコ共和国およびフィンラン

ドにおけるリースプランの事業を受け入れる一方で、リーシーズが、ポルトガルにおけるALDの事業およびル

クセンブルクにおけるリースプランの事業を受け入れることになった。

この取引は、CAオート・バンクおよびリーシーズの事業展開を加速させることになる。

2023年12月31日現在、リーシーズがポルトガルにおけるALDの事業およびルクセンブルクにおけるリースプ

ランの事業を買収したことによる、クレディ・アグリコルの財務書類への重要な影響はなかった。

CAオート・バンクおよびドリヴァリアによる買収では、2023年12月31日現在、58百万ユーロののれんが認

識された。IFRS第3号第45項の適用により、取得企業は、取得日から最長12ヶ月以内にのれんの当初認識額を

最終化しなければならない。

 

2.1.4　CACEISによるRBCインベスター・サービシズの欧州事業の取得

 

2023年7月3日、CACEISは、銀行当局および競争当局から必要な許認可を取得後、RBCインベスター・サービ

シズの欧州資産サービシング事業およびそれに関連するマレーシアのオペレーション・センターを取得し

た。

ジャージーでは、規制当局から必要な許認可（マンパワーライセンスおよび所有権変更）を受けた後、

2023年12月1日に取引が完了した。

英国では、2023年10月31日に法律上および規制上の承認を得た。当該取得は、法的観点から、パートⅦに

おける移転に該当するため、イングランドおよびウェールズの高等法院は、指定された商業活動が事業体間

で移転されることを監督することになる。RBCトラストUKからCACEISバンクUKへの顧客および従業員の移転の

大部分は、2024年度第1四半期に行われる予定である。

CACEISインベスター・サービシズ（旧RBCインベスター・サービシズ）事業体の事業は、2024年に段階的

に、CACEISのシステムおよび組織に統合される。この統合には、特に、各国における現地の事業体とCACEIS

事業体との法的合併が含まれる。また、顧客および情報システムを独自のITプラットフォームに移行するこ

とも含まれる。

この取得により、2023年12月31日現在、152百万ユーロののれんが認識された。IFRS第3号第45項の適用に

より、取得企業は、取得日から最長12ヶ月以内にのれんの当初認識額を最終化しなければならない。

 

2.1.5　クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジ「CA T&E」の設立

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、気候戦略および中期計画に沿って、新たな子会社であるクレ

ディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジを設立し、新規事業を開始することを2022年度に発表し

た。この子会社は、クレディ・アグリコル・エス・エーが完全所有し、2023年12月31日現在、全部連結法に

より連結されている。

クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネルジは、フランスにおける再生可能エネルギーの開発

を促進すること、設立当初から地域銀行の実績により培われてきた推進力を背景に地域のエネルギー・プロ
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バイダーとなること、およびすべての顧客に対して移行に関するコンサルティング・サービスを提供するこ

とにより省エネを促進することを目指している。

 

2.1.6　クレディ・アグリコル・グループの子会社であるインドスエズ・ウェルス・マネジメントによる、バ

ンク・デグルーフ・ピーターカムの過半数株式の取得計画の発表

 

2023年8月3日、完全所有子会社であるインドスエズ・ウェルス・マネジメントは、ベルギーにおける資産

管理の大手であり国際的なプレゼンスおよび顧客基盤を有する有力な投資会社であるデグルーフ・ピーター

カムの過半数株式（約59％）の取得に向けて、一部の主要株主と契約を締結した。一部の追加株主が既存の

株主契約に基づく権利を行使した後、出資比率は約65％に上昇する。当該取引は、関連する当局の許認可を

条件として、2024年度第2四半期に完了する予定である。

この予定されている取得は、デグルーフ・ピーターカムの主要株主であるCLdNグループとのパートナー

シップにより実施される。CLdNグループは約20％の株式を保持し続けることになるが、これは、クレディ・

アグリコル・グループが有するパートナーシップに関するカルチャーであり、ベルギーにおけるルーツや足

場を維持したいという意向を反映するものである。

当該取引の後、デグルーフ・ピーターカムの残りの株式を対象として、インドスエズ・ウェルス・マネジ

メントにより任意かつ無条件の公開買付が、同じ条件で、2024年度下半期に実施される予定である。

規制当局の許認可が下りていないため、2023年12月31日現在の財務書類への重要な影響はない。

 

2.2　新たな会計基準であるIFRS第17号の適用

 

保険契約に関するIFRS第17号は、2023年1月1日以降に開始する事業年度より強制適用になっている。この

基準は、従前のIFRS第4号に代わるものである。

当行グループの連結財務書類においてIFRS第17号を適用するための標準的な手続については、注記1「適用

された基準および比較可能性」に記載している。

2023年1月1日現在のIFRS第17号の初度適用による影響および比較期間である2022年度の純損益について

は、2023年12月31日現在の当行グループの連結財務書類に対する注記12に記載されている。
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注記3　財務管理、リスク・エクスポージャーおよびヘッジの方針

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務管理部門は、クレディ・アグリコル・エス・エー内の資金の流

れの整理、借換規則の定義および実施、資産・負債の管理ならびに規制健全性比率の管理について責任を有

する。同部門は、原則を定め、当行グループ全体の一体性のある財務管理を確保する。

当行グループの銀行業務リスクの管理は、グループ・リスク管理および恒常的統制部門が担当している。

同部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者直属で、その役割は、信用リスク、財務リ

スクおよびオペレーショナルリスクの管理である。

これらの手続についての記述および解説は、2023年度一括登録書類「クレディ・アグリコル・エス・エー

のリスク要因（CRÉDIT AGRICOLE S.A. RISK FACTORS）」に記載されている。内訳は財務書類に表示されてい

る。

 

3.1　信用リスク

（2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－信用リスク（CREDIT RISK）」の項目を参

照。）

 

信用リスクの測定

経済的、地政学的に不透明な状況の中、当行グループは引き続き、信用リスクの見積額を決定するための

将来予測的なマクロ経済予測を定期的に見直している。

 

2023年12月時点で使用されたマクロ経済シナリオに関する情報

当行グループは、2023年12月時点のIFRS第9号のパラメータによる引当金の計算にあたって4つのシナリオ

を使用し、2026年度までについて、以下のとおり予測している。これらのシナリオには、エネルギー価格、

特にユーロ圏が被るインフレショックおよび中央銀行による金融引締めの影響についての異なる仮定が組み

込まれ、各シナリオに異なる加重が割り当てられている。

 

第一のシナリオ：中立シナリオ（50％の加重）

中立シナリオは、急激な景気後退および、低下はするものの依然として高いインフレ率に特徴付けられる

「緩やかな正常化」の一種である。この非常に緩慢な調整という想定の下では、金利は長期間にわたり高水

準にとどまることが示唆されている。このシナリオの下では、コア・インフレ率が決定的な要因であり、と

りわけ金融政策の行方を左右する。

 

インフレおよび金融引締めにもかかわらず経済活動が回復するシナリオ

労働市場が堅調に持ちこたえ、貯蓄は減少しているとは言えいまだ豊富である中、家計消費が購買力の低

下と金融引締めの影響を緩和した。したがって、成長は予想以上に回復力を見せたが、コア・インフレ率も

同様であった。経済が破綻せずに減速するシナリオは、インフレの緩やかな低下により収益率がやや改善

し、中央銀行が金利の引上げに終止符を打つことを前提とする。

米国では、経済活動は堅調に推移したものの、綻びが見え始めている（住宅投資の調整、生産的投資の低

迷と縮小の可能性、家計の慎重化が見込まれ支出が抑制される：堅調に持ちこたえている労働市場、貯蓄の

落込み、クレジット・カードによる借入れへの依存、金利の上昇）。2023年度第4四半期にはわずかな反発を

見せたものの、成長率は2023年度には2％に達し、2024年度には0.6％に達するものと見られる。これは、総

合インフレ率、特にコア・インフレ率の低下に基づく完全に自然な減速であり、総合インフレ率およびコ

ア・インフレ率は、2023年度末にはそれぞれ約4.2％および約4.7％となり、その後、2024年度末にはいずれ

も2.5％に近づくと予想される。リスクは、主にこのシナリオにおける否定的側面であり、すなわち、原油価

格の上昇、度重なるインフレ、中央銀行政策金利のさらなる引上げである。
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ユーロ圏では、成長ペースのかなり急激な低下は、景気後退ではなくむしろ経済活動の「正常化」を意味

している。平均総合インフレ率が、2022年度における8.4％から2023年度には5.6％へ、2024年度には2.9％へ

と低下すると仮定すると、このシナリオにおける成長率は、2023年度には0.5％、2024年度には1.3％と緩や

かで、依然として潜在的成長率を下回る見込みである。

この正常化を下支えしている要因は、破産件数が比較的少なく特定の分野に限定されること（接客業、交

通および物流）に加え、物価下落が経済活動の低迷の程度を限定的にしていることである（インフレ率の低

下、実質所得の改善、最富裕層が利用できる余剰貯蓄により、消費は恩恵を受けるが、大部分は、すでに非

流動性の不動産や金融資産に流れている。）。しかしながら、消費の回復は、労働市場が依然として回復途

上にある（そして支援策が少ない）フランスにおいてとりわけ非常に緩慢となるものとみられる。企業の収

益性は、許容可能な水準に維持されている（生産価格の上昇により収益性は回復）。非住宅投資もまた、中

間コストの低下および欧州ファンドからの強力な支援により、引き続き成長を下支えする要因となってい

る。成長に対する主要な下振れリスクは、原油価格の上昇、信用状況の逼迫（これにより成長の正常化が急

速な改善へ向かう可能性がある）および予想される収益率の圧縮に起因すると思われる。

 

中央銀行の対応：緩和前の断固たる引締めと慎重化

総合インフレ率の低下がほぼ機械的であったのに対し、依然として変わらぬコア・インフレ率自体が予想

以上に堅調な成長に後押しされているため、中央銀行はより積極的な舵取りをすることとなった。かかるイ

ンフレ率、特にコア・インフレ率の下落が継続すると、中央銀行による政策金利の引上げはまもなく終了す

ると予想される。ユーロ圏では緩やかではあるが、長期金利は徐々に低下に向かう可能性がある。

2023年9月、米国連邦準備制度は、追加の利上げの可能性を示唆し、かつ25ベーシス・ポイント上乗せの引

締めを示唆するドットプロットを提示しつつも、（フェデラル・ファンド・レートの範囲を5.25％から

5.50％とする）現状維持を選択した。景気後退への懸念と依然としてインフレ率が高いという事実が相まっ

て、年度末までの引上げ幅を25ベーシス・ポイントに制限することは好意的に受け止められている。した

がって、フェデラル・ファンド・レートは、冬にピーク（上限は5.75％）に達する可能性がある。2024年度

末時点の上限は4.75％に据え置きつつ、2024年度第2四半期から（四半期ごとに25ベーシス・ポイントの）緩

やかな金融緩和が実施される可能性がある。

ECBは、インフレ率の低下が非常に緩慢かつ依然として目標値には遠いことを受け、来たる数四半期にわた

り、抑制的な金融政策を維持する可能性が高い。ECBは9月に金利を引き上げ、預金金利を4％とし、量的引締

めの政策を継続することとなった。資産買入プログラム（APP）に基づく再投資は2023年7月で終了したが、

パンデミック緊急購入プログラム（PEPP）に基づく再投資は、2024年度末まで継続する（これは金利を通じ

た金融引締めとあまり一貫性がないように思われ、戦略変更や2024年度内に再投資が終了するリスクがあ

る。）。TLTROの返済は、2024年度末まで継続する（2023年6月の返済後は、より段階的になる。）。中央銀

行政策金利の引下げ（マイナス50ベーシス・ポイント）は、2024年度末までには行われないものと想定され

る。

 

金融情勢の変化

インフレへの取組みを優先させた結果、金融戦略によりインフレ予想の固定化が抑制され、長期金利に対

する過剰反応を防ぐことができたが、これにより、金利カーブの逆転、実質利回りの低下ひいてはマイナス

化が促進されることとなった。突発的なインフレが起こらない限り、ユーロ圏における「無リスクの」長期

金利の上昇およびソブリン・スプレッドが顕著に拡大するリスクは、限定的である。このシナリオはまた、

米国およびドイツの10年物金利が2023年度末にはそれぞれ4％および2.60％に迫った後、やや下がって3.50％

となり、やがて安定的に推移すると想定している。長期金利の逆カーブのリスクは、現実に迫るものとなっ

ている。このシナリオは、2025年度以降にのみ、（2年物および10年物スワップ・レートに関して）若干の上

向きになることを想定している。
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第二のシナリオ：「わずかに不利な」シナリオ（35％の加重）

このシナリオでは、OPECプラス諸国が協調して原油の大幅な減産政策を取ることにより、原油価格が上昇

し、2024年度に新たなインフレ圧力が起こると想定している。OPECプラス諸国の目的は、販売価格の引上げ

を長期的に持続することにあり、すなわち税収の増加を意味する。この想定では、ストレスは2024年度に集

中し、2025年度から2026年度にかけて徐々に回復するとされる。

 

石油カルテルによる価格設定のシナリオ

このシナリオでは、1バレル当たりの原油価格は、後述の中立シナリオにおける95米ドルおよび極めて不利

なシナリオにおける160米ドルと比較して、140米ドルに到達する。エネルギー価格の新たな圧力は、2024年

度には米国および欧州でインフレの第二波を引き起こす。欧州では、この価格ショックの結果、中立シナリ

オと比較して約プラス1.1ポイントの「インフレ黒字」が生じ、2024年度の総合インフレ率は、2.9％から4％

となる。米国では、インフレショックは若干強まり（プラス1.3ポイント）、2024年度のインフレ率は、

ショックがなかった場合の2.7％に対して3.9％となる。

 

生産への波及：緩やかな抑制

この不利なシナリオにおける主要な結果は、家計の購買力および個人的消費の落込みであり、すなわち、

レジャー費の抑制、より選択的な消費（「ディスカウント」ブランド利用の高まり）、資本財支出の購入意

向の先延ばしである。新型コロナウイルスによる危機の間に蓄積された余剰貯蓄は減少し、もはやこの新た

な危機を減衰させるバッファーとはならない。

一方の企業は、生産コストの増加により、従前のガス・エネルギー危機によりすでに深刻な影響を受けた

産業分野が特に影響を受ける。過去数年にわたる（新型コロナウイルス、供給困難、エネルギー価格の持続

的な上昇といった）一連のショックを受け、収益力は脆弱になっており、（収益性の低下および事業環境の

悪化により）投資が後退し、失業率がやや上昇する見込みである。

ユーロ圏における多額の公的債務が多額に上り債務コストが増加していることにより、企業や家計に対す

る財政支援策は限界に達している。ユーロ圏および米国では2024年度のGDPが中立シナリオと比較して年平均

0.9GDPポイント低下する。2024年度において、ユーロ圏の年間GDPはゼロ（中立シナリオではプラス0.9％）

となり、米国の年間GDP成長率はマイナス0.3％（中立シナリオではプラス0.6％）となる見込みである。

 

中央銀行の対応および金融情勢の変化

中央銀行は、インフレ対策として政策金利を引き上げている。ECBの預金金利は、中立シナリオの下での

3.5％と比較して2024年度末には4.5％に達し、その後徐々に低下して2026年度末には3％となる。米国連邦準

備制度もまた、2024年度末にはフェデラル・ファンド・レートを引き上げ、さらなる引締めを図る。これら

の対応により、ソブリン長期金利は上昇するが（2024年度のドイツ国債が3％）、フランス国債（OAT）／ド

イツ国債およびイタリア国債（BTP）／ドイツ国債のスプレッドの拡大にはつながらない。

 

第三のシナリオ：「有利な」シナリオ（5％の加重）

このシナリオでは、中国ひいてはアジアの成長率が改善し、貿易がわずかに改善することで、欧州および

米国の事業に好影響をもたらすことが想定される。この新たな活況は、中国政府が家計の信頼回復と不動産

市場の下支えを目的とした新たな景気刺激策を採用したことに端を発する。これは、建設計画の再開を目指

した（金利や債務比率の引下げといった）融資貸出条件緩和措置および（自治体からの補助金などの）多様

な優遇措置に加え、家計支援策および若年層の雇用に基づいている。結果として、より多くの輸入原材料お

よび機械機器を必要とする建設部門の（地域および欧州のパートナーへと広がる）回復や、資本財に対する

民間個人消費のさらなる活況へとつながる。これら対策を総合すると、2024年度における中国の成長率は中

立シナリオの予想を上回り、景気回復策がなかった場合のプラス4.5％と比較して、0.7パーセント・ポイン

トも高く、プラス5.2％となる。このシナリオは、ユーロ圏のインフレ率の急激な低下ならびに経済主体の信

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 966/1736



頼感および期待の回復をもたらす。購買力の改善、信頼感の回復および累積した余剰貯蓄の一部の使用に関

連した消費の回復につながる。期待感の向上および供給圧力の部分的な吸収により、2023年度から2024年度

の投資支出の回復が見込まれる。

 

アジアの高成長により欧州からの輸入需要が活発となるシナリオ

中国の輸入の増加により、ユーロ圏および米国からの輸入需要が増加する（中国はユーロ圏の輸出先の7％

を占め、北アジアは輸出先全体の11％を占める。）。経済主体の信頼感および期待が高まる。世界貿易もわ

ずかに改善する。中立シナリオと比較して、企業の倒産件数は減少し、失業率も低下する。したがって、欧

州の成長率の鈍化は、中立シナリオほど急激ではない。かかる「新たな後押し」によって、2024年度のユー

ロ圏の成長率がGDP比で約0.5GDPポイント上昇する。2024年度の年間成長率は0.9％から1.4％に上昇する見込

みである。米国では、追加の成長支援策はわずかに減少し（プラス0.2GDPポイント）、成長率は2024年度に

プラス0.6％からプラス0.8％へと上昇する。

 

中央銀行の対応および金融情勢の変化

2024年度もインフレ率は、依然として3％と比較的高く、市況は若干の改善が見られたものの、ユーロ圏の

中央銀行政策金利の急速な引下げには至らない。ECBの金利は、中立シナリオに基づく金利と同等になる見込

みである。

ユーロ圏における長期金利：総じて、ドイツ国債は中立シナリオにおける想定と同水準であり、フランス

国債とイタリア国債のスプレッドは中立シナリオにおける想定よりやや緩やかである。

株式市場および不動産市場は、中立シナリオにおける想定より好調である。

 

第四のシナリオ：「極めて不利」なシナリオ（10％の加重）

2024年度の欧州におけるさらなるインフレショック

気候条件の悪化（2023年から2024年の欧州における厳冬、2024年のアジアおよび欧州における酷暑）およ

び液化天然ガスをめぐる欧州とアジア間の競争（中国の顕著な急回復）の影響を受け、2024年度には原油価

格およびガス価格に再び（厳しくかつ急激な）緊張が想定される。また、原油価格の上昇を緩和し得るOPEC

プラス諸国からの石油供給の増加は見込めないと想定される。最後に、このシナリオの下では、フランスの

原子力発電所におけるさらなる困難が、エネルギー価格のショックに追い打ちをかけると想定される。

1バレル当たりの原油価格は、2024年度には160米ドルに達する一方、天然ガスの価格は、2024年度には1メ

ガワット時当たり200ユーロから1メガワット時当たり300ユーロまでさらに急速に上昇する。なお、2022年度

におけるブレント原油の平均価格と天然ガスの平均価格（オランダの指標）は、それぞれ1バレル当たり101

米ドルおよび1メガワット時当たり123ユーロであった。

インフレの第二の効果（中間コストの増加が製品価格に一部転嫁される）は、ユーロ圏におけるインフレ

の急激な高まりをもたらし、2023年度と比較して2024年度にはインフレ率は平均約2パーセント・ポイント上

昇する。2025年度には、インフレ率は鈍化するものの依然として高く、約5％となる。

 

多額の公的債務により抑制された財政策

インフレの急激な高まりに直面しつつも、政府は国内支援策を講じていない。家計および企業の財政悪化

を抑制するため、著しい緩和策が2年間にわたって採られてきたが、欧州各国には共通した対応が見られな

い。金利の上昇、景気後退および（エネルギーおよびデジタル変革等の）計画的投資支出による影響を受

け、（特にフランスおよびイタリアにおいて）すでに高い公的債務比率が大幅に上昇しているため、対応は

抑制されている。
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中央銀行の断固とした対応

中立シナリオでは、2023年度に金融引締めが終了すると想定している。一方このシナリオでは、依然とし

て、成長を疎かにしてでもインフレを迅速に制御することが優先されている。これにより米国連邦準備制度

およびECBは、金融引締めを継続する。米国連邦準備制度は2024年度半ばにフェデラル・ファンド・レートの

さらに5.75％まで引き上げ、2025年度末までこの水準を維持すると想定される。一方ECBは、2024年度半ばに

リファイナンス利率を5％に引き上げ、2025年度末までこの水準を維持するものと見られる。2026年度には、

段階的に引下げがなされる予定である。

長期金利（スワップ・レートおよびソブリン金利）は2024年度に急上昇し、2025年度には再び落ち着く。

（2-10年物の）カーブは（インフレの鈍化、事業の後退が見込まれ）反転する。2024年度末、ドイツ国債の

金利については3.85％、ユーロ圏の10年物スワップ・レートは4.20％に達する（いずれも中立シナリオと比

較して125ベーシス・ポイント増）。

 

2024年度および2025年度のユーロ圏における景気後退

エネルギー価格のさらなる高騰、ひいては（ガス等の）供給難および金利の上昇を受け、工業生産は打撃

を受ける。

家計では、インフレショックにより購買力が著しく落ち込んでいる。労働市場は悪化しており、賃金引上

げは物価上昇に追いつかない一方、予算策は非常に限定的で、ショックを減衰させるには不十分である。購

買力の低下は、すなわち消費の落ち込みや先を見越した貯蓄の増加につながった。多くの企業は生産コスト

の急上昇にあい、一部の部門では、コスト増が製品価格に一部転嫁されたにもかかわらず、収益率は低下し

生産的投資は減少している。

ユーロ圏のGDPは、2024年度および2025年度において年率約1.5％と急激に低下し、とりわけフランスでは

低下がやや大幅であった。

 

フランス－特定のショック

フランスでは、年金改革に対する不満が継続している。（交通、エネルギー、公務員等の）賃金改善は購

買力の低下を相殺するまでには至らず、（「黄色いベスト危機」に類似した）社会的対立が生じ、経済生活

の一部停止につながっていることから、政府は、新たな改革を実施することが非常に難しくなっている。10

年物フランス国債（OAT）金利の上昇および景気後退により、財政赤字および公的債務比率が著しく上昇して

いる。社会的危機、政治的・財政的困難が重なったことで、ムーディーズおよびスタンダード＆プアーズは

ソブリン格付けを引き下げ、見通しをネガティブとした。

 

財政ショック

フランスは、10年物フランス国債（OAT）金利の高騰に加え、フランス国債（OAT）／ドイツ国債のスプ

レッドの急拡大に直面しており、2024年度には160ベーシス・ポイント、2025年度には150ベーシス・ポイン

トに迫る。10年物フランス国債（OAT）金利は、2024年度末には5.45％に達する。イタリアでも10年物イタリ

ア国債（BTP）金利の高騰に加えイタリア国債（BTP）／ドイツ国債のスプレッドが急拡大しており、2024年

度および2025年度には280ベーシス・ポイントに迫る。信用スプレッドは、とりわけ金融機関において顕著な

拡大を示している。

株式市場は急落し、特にCAC 40では2年間で約40％の下落を記録した（景気後退、格下げ、社会的・政治的

緊張、緊縮財政、金利上昇）。

10年物フランス国債（OAT）金利の急上昇に直面する中、借入金利が影響を受け、経済状況が急激に悪化

し、ユーロ圏およびフランスの住宅用不動産市場および商業用不動産市場は、一層の是正を迫られている。

最終的に、2024年度にはドル高ユーロ安となる。

 

4つのシナリオにおける主要なマクロ経済変数の変動
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 参考 中立シナリオ わずかに不利 有利 極めて不利

 
2022

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

2023

年度

2024

年度

2025

年度

2026

年度

GDP -

ユーロ圏
3.5 0.5 0.9 1.3 1.0 0.5 0.0 0.8 1.3 0.5 1.3 1.7 1.4 0.6 -1.6 -1.3 0.9

失業率 -

ユーロ圏
6.8 6.7 6.9 6.8 6.7 6.7 7.0 7.1 6.9 6.7 6.9 6.7 6.6 6.8 7.6 7.9 7.7

インフレ

率 -

ユーロ圏

8.4 5.6 2.9 2.4 2.2 5.6 4.0 3.0 2.5 5.6 3.0 2.5 2.2 5.5 8.0 5.0 3.5

GDP -

フランス
2.5 0.9 1.0 1.4 1.4 0.9 0.1 0.7 1.6 0.9 1.2 1.6 1.4 0.6 -1.9 -1.5 1.3

失業率 -

フランス
7.3 7.3 7.7 7.9 8.0 7.3 7.9 8.0 8.0 7.3 7.6 7.8 8.0 7.3 8.0 8.8 8.6

インフレ

率 - フ

ランス

5.2 5.0 2.9 2.6 2.3 5.0 3.9 3.3 2.5 5.0 3.0 2.7 2.3 5.0 7.5 4.5 3.5

10年物フ

ランス国

債

（OAT）

3.1 3.3 3.3 2.8 3.0 3.3 3.7 3.6 3.0 3.3 3.3 2.8 2.9 3.3 5.5 4.5 3.1

 

中立パラメータに基づくIFRS第9号に基づく引当金（ステージ1およびステージ2の予想信用損失額）の計算

におけるマクロ経済シナリオの感応度分析

 

範囲：クレディ・アグリコル・エス・エー

シナリオを100％変更した場合の予想信用損失の変動（範囲はクレディ・アグリコル・エス・エー）

中立シナリオ わずかに不利 極めて不利 有利なシナリオ

-5.6％ +3.9％ +19.5％ -10.0％

 

この中立パラメータに基づくECLの感応度の重要性は必要に応じて加減が可能であり、現地の将来予測的な

プロジェクトの調整の対象となる可能性がある。

 

すべてのシナリオの考慮

地域別の特性（地理的および／または特定の活動／事業に関連するもの）を考慮するために、当行グルー

プの一部の事業体が地域レベルで業種別補完文書（現地の将来予測的なシナリオ）を作成しているため、中

立シナリオで定義されたマクロ経済シナリオを補完できる。

 

ステージ1／ステージ2およびステージ3の内訳

さらに、現地の将来予測シナリオも含めた2023年12月末日現在のクレディ・アグリコル・エス・エーの棚

卸資産のヘッジのうち、一方のステージ1／ステージ2の引当金（顧客への正常貸出金に対する引当金）およ

びもう一方のステージ3の引当金（確定したリスクに対する引当金）の割合は、それぞれ35％および65％で

あった。

修正再表示された例外的な項目を除いた表示に基づく2023年12月末日現在のクレディ・アグリコル・エ

ス・エーの年間のリスク費用に占めるステージ1／ステージ2に対する引当金繰入額（戻入控除後）の割合は

5％であった。これに対して、ステージ3の確定したリスク等に対する引当金繰入額（戻入控除後）の割合は

95％であった。

 

3.1.1　当期中の帳簿価額の変動および損失の評価調整額

損失の評価調整額は、資産の減損および信用リスクに関連して純利益で認識されたオフバランスシート・

コミットメントに対する引当金（リスク費用）に一致している。
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下表は、会計項目および商品種類別にリスク費用および関連する帳簿価額に認識されている損失の評価調

整額の期首から期末残高への調整を示している。

 

償却原価で測定する金融資産：債務証券

 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

（百万ユーロ）

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計(a)

損失評価

引当金(b)

正味

帳簿価額

(a) + (b)

2022年12月31日現在残高 87,147 (53) 112 (4) 54 (49) 87,313 (107) 87,206

当期中のステージ間の振替 (659) 2 77 - 583 (2) - 1  

ステージ1からステージ2への振替 (82) - 82 - -  - 1  

ステージ2からステージ1への回帰 - - - - -  - -  

ステージ3への振替
(1) (578) 2 (5) - 583 (2) - -  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
- - - - - - - -  

振替後合計 86,486 (50) 187 (3) 638 (50) 87,313 (106) 87,206

帳簿価額合計および損失評価引当

金の変動
(8,923) (13) (27) (1) (9) 4 (8,960) (10)  

新規契約：購入、供与、オリジ

ネーション等
(2) 38,710 (30) 23 (1) -  38,733 (31)  

認識の中止：処分、返済、満期等 (47,654) 40 (49) - (10) 5 (47,713) 45  

償却      - - -  

財政難による条件緩和の原因とな

るキャッシュ・フローの変動
- 4 - - - - - 4  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 -  -  - - -  

モデル／手法の変更  (1)  -  - - (1)  

範囲の変更 9 - - - - - 9 -  

その他
(3) 11 (26) (1) - - - 10 (26)  

合計 77,563 (63) 160 (4) 628 (46) 78,353 (114) 78,237

特定の会計評価方法による帳簿価

額の変動（損失評価引当金への重

大な影響はない）
(4)

1,636  (2)  (61)  1,574   

2023年12月31日現在残高 79,199 (63) 158 (4) 568 (46) 79,925 (114) 79,811

当期中に償却されたものの、未だ

回収対象である金融資産の契約上

の残高

-  -  -  -   

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

を含む可能性がある。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

(4) ミクロ・ヘッジ手段の公正価値再評価による変動、実効金利法の使用に関連する変動（特にプレミアム／ディスカ

ウントの償却）、条件緩和債権に計上されたディスカウントの増価に関連する変動（資産の残存期間にわたり収益

として回収）および関連する債権における変動を含む。
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償却原価で測定する金融資産：金融機関に対する貸出金および債権
（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）
 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

（百万ユーロ）

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計(a)

損失評価

引当金(b)

正味

帳簿価額

(a) + (b)

2022年12月31日現在残高 122,888 (39) 126 (18) 495 (387) 123,508 (444) 123,064

当期中のステージ間の振替 (82) - 82 (1) - - - (1)  

ステージ1からステージ2への振替 (82) - 82 (1)   - (1)  

ステージ2からステージ1への回帰 - - - - - - - -  

ステージ3への振替
(1) - - - - - - - -  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
- - - - - - - -  

振替後合計 122,806 (39) 208 (20) 495 (387) 123,508 (446) 123,063

帳簿価額合計および損失評価引当

金の変動
14,850 (4) (8) 14 (12) 4 14,830 14  

新規契約：購入、供与、オリジ

ネーション等
(2) 59,898 (83) 364 (19)   60,262 (103)  

認識の中止：処分、返済、満期等 (46,980) 82 (362) 19 - - (47,342) 101  

償却     - - - -  

財政難による条件緩和の原因とな

るキャッシュ・フローの変動
- (2) - - - - - (2)  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 1  12  (4) - 9  

モデル／手法の変更  (2)  -  - - (2)  

範囲の変更 1,819 - - - - - 1,819 -  

その他
(3) 112 1 (10) 2 (12) 8 90 11  

合計 137,656 (42) 200 (6) 482 (383) 138,338 (432) 137,906

特定の会計評価方法による帳簿価

額の変動（損失評価引当金への重

大な影響はない）
(4)

(1,638)  (4)  1  (1,640)   

2023年12月31日現在残高 136,018 (42) 196 (6) 484 (383) 136,698 (432) 136,266

当期中に償却されたものの、未だ

回収対象である金融資産の契約上

の残高

-  -  -  -   

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

を含む可能性がある。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

(4) ミクロ・ヘッジ手段の公正価値再評価による変動、実効金利法の使用に関連する変動（特にプレミアム／ディスカ

ウントの償却）、条件緩和債権に計上されたディスカウントの増価に関連する変動（資産の残存期間にわたり収益

として回収）および関連する債権における変動を含む。

 
償却原価で測定する金融資産：顧客に対する貸出金および債権
 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

（百万ユーロ）

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計

損失評価

引当金

帳簿価額

合計(a)

損失評価

引当金(b)

正味

帳簿価額

(a) + (b)

2022年12月31日現在残高 428,609 (959) 55,965 (2,339) 13,336 (6,041) 497,910 (9,339) 488,571
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当期中のステージ間の振替 (19,556) (17) 16,990 61 2,566 (974) - (930)  

ステージ1からステージ2への振替 (30,658) 108 30,658 (517)   - (408)  

ステージ2からステージ1への回帰 12,577 (150) (12,577) 394 - - - 244  

ステージ3への振替
(1) (1,622) 39 (1,896) 229 3,518 (1,161) - (893)  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
147 (14) 805 (46) (953) 187 - 127  

振替後合計 409,052 (978) 72,953 (2,278) 15,904 (7,014) 497,910 (10,270) 487,641

帳簿価額合計および損失評価引当

金の変動
34,770 36 (5,080) (173) (3,865) 841 25,826 704  

新規契約：購入、供与、オリジ

ネーション等
(2) 175,503 (691) 22,060 (763)   197,564 (1,454)  

認識の中止：処分、返済、満期等 (161,087) 650 (27,700) 712 (2,594) 648 (191,381) 2,010  

償却     (1,579) 1,516 (1,579) 1,516  

財政難による条件緩和の原因とな

るキャッシュ・フローの変動
- - (14) 1 (24) 17 (38) 18  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
(4)  120  (23)  (1,286) - (1,188)  

モデル／手法の変更  (11)  (57)  - - (67)  

範囲の変更
(7) 22,073 (113) 884 (45) 366 (176) 23,322 (334)  

その他
(5) (1,718) 80 (310) 2 (34) 121 (2,062) 203  

合計 443,822 (942) 67,874 (2,451) 12,041 (6,173) 523,736 (9,565) 514,171

特定の会計評価方法による帳簿価

額の変動（損失評価引当金への重

要な影響はない）
(3)

706  (73)  1,477  2,110   

2023年12月31日現在

残高
(6) 444,528 (942) 67,801 (2,451) 13,518 (6,173) 525,847 (9,565) 516,281

当期中に償却されたものの、未だ

回収対象である金融資産の契約上

の残高

-  -  -  -   

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

を含む可能性がある。

(3) ミクロ・ヘッジ手段の公正価値再評価による変動、実効金利法の使用に関連する変動（特にプレミアム／ディスカ

ウントの償却）、条件緩和債権に計上されたディスカウントの増価に関連する変動（資産の残存期間にわたり収益

として回収）関連する債権における変動を含む。

(4) ステージ3に関して、この行は既にデフォルトとなった案件の信用リスクの評価における変化を反映している。

(5) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定、および程度は少ないが、内訳にできない価

値の変動である。

(6) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

(7) 買収時に減損していた資産は、その総額および損失に関連する価値調整額について、直接ステージ3の償却原価で測

定する金融資産に認識された。買収時の減損貸出金の純額は、196百万ユーロである。

 
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産：債務証券
 正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

 

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

（百万ユーロ）
帳簿価額

損失評価

引当金
帳簿価額

損失評価

引当金
帳簿価額

損失評価

引当金
帳簿価額

損失評価

引当金

2022年12月31日現在残高 202,965 (138) 3,128 (44) - (4) 206,093 (186)

当期中のステージ間の振替 (20) - 22 2   2 2

ステージ1からステージ2への振替 (155) - 152 (3)   (3) (3)
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ステージ2からステージ1への回帰 135 - (130) 5 - - 5 5

ステージ3への振替
(1) - - - - - - - -

ステージ3からステージ2／ステージ

1への回帰
- - - - - - - -

振替後合計 202,946 (138) 3,149 (42) - (5) 206,095 (185)

帳簿価額合計および損失評価引当金

の変動
2,326 6 23 13 - 1 2,349 20

当期中の公正価値再評価 10,448  97  -  10,546  

新規契約：購入、供与、オリジネー

ション等
(2) 36,055 (33) 10,046 (13)   46,101 (46)

認識の中止：処分、返済、満期等 (39,874) 21 (10,014) 8 (1) - (49,889) 29

償却     - - - -

財政難による条件緩和の原因となる

キャッシュ・フローの変動
4 4 - - - - 4 4

当期中のモデルの信用リスク・パラ

メータの変化
 13  16  - - 28

モデル／手法の変更  -  -  - - -

範囲の変更 - - - - - - - -

売却目的保有非流動資産および非継

続事業への振替
- - - - - - - -

その他
(4) (4,307) 2 (106) 1 1 1 (4,413) 4

合計 205,271 (132) 3,173 (29) - (4) 208,444 (165)

特定の会計評価方法による帳簿価額

の変動（損失評価引当金への重要な

影響はない）
(3)

896  12  -  908  

2023年12月31日現在残高 206,167 (132) 3,185 (29) - (4) 209,352 (165)

当期中に償却されたものの、未だ回

収対象である金融資産の契約上の残

高

-  -  -  -  

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類された残高に

相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2におけるオリジネーションは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1の組成されたローンの一部

を含む可能性がある。

(3) 実効金利法の使用による影響（特にプレミアム／ディスカウントの償却）を含む。

(4) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

 
融資コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）
 正常コミットメント

引当金が計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計
 

12ヶ月のECLの対象と

なるコミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの対象とな

るコミットメント

（ステージ2）

（百万ユーロ）

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

(a)

損失

評価

引当金(b)

正味

コミット

メント額

(a) + (b)

2022年12月31日現在残高 166,212 (176) 9,662 (283) 307 (32) 176,181 (491) 175,690

当期中のステージ間の振替 (2,755) (21) 2,447 11 308 (9) - (19)  

ステージ1からステージ2への振替 (5,041) 11 5,041 (59)   - (48)  

ステージ2からステージ1への回帰 2,456 (32) (2,456) 67   - 34  

ステージ3への振替
(1) (172) 1 (161) 4 334 (14) - (10)  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
3 - 23 (1) (26) 5 - 4  

振替後合計 163,458 (196) 12,109 (273) 614 (42) 176,181 (510) 175,670

コミットメント額および損失評価

引当金の変動
21,992 32 (789) - (200) 1 21,004 33  
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新規付与コミットメント
(2) 126,955 (617) 4,855 (174)   131,809 (791)  

コミットメントの終了 (102,915) 613 (5,537) 171 (371) 16 (108,823) 800  

償却     - - - -  

財政難による条件緩和の原因とな

るキャッシュ・フローの変動
- - - - - - - -  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 44  26  (16)  54  

モデル／手法の変更  (5)  (35)  -  (40)  

売却目的保有非流動資産および非

継続事業への振替
- - - - - - - -  

範囲の変更 - - - - - - - -  

その他
(3) (2,047) (3) (106) 12 171 - (1,983) 10  

2023年12月31日現在残高 185,450 (164) 11,320 (273) 414 (41) 197,185 (477) 196,708

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類されたコミッ

トメントに相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2の新規付与コミットメントは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1のオリジネーションの一部

を含む可能性がある。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。

 
保証コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）
 正常コミットメント

引当金が計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計
 

12ヶ月のECLの対象と

なるコミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの対象と

なるコミットメント

（ステージ2）

（百万ユーロ）

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

損失

評価

引当金

コミット

メント額

(a)

損失

評価

引当金(b)

正味

コミット

メント額

(a) + (b)

2022年12月31日現在残高 101,405 (67) 7,875 (134) 1,670 (261) 110,950 (463) 110,487

当期中のステージ間の振替 (1,990) (15) 1,874 16 117 (4) - (3)  

ステージ1からステージ2への振替 (3,433) 9 3,433 (16) -  - (7)  

ステージ2からステージ1への回帰 1,480 (25) (1,480) 29 -  - 4  

ステージ3への振替
(1) (78) 1 (91) 6 169 (8) - (1)  

ステージ3からステージ2／ステー

ジ1への回帰
41 - 11 (3) (52) 5 - 1  

振替後合計 99,414 (83) 9,749 (117) 1,785 (265) 110,948 (465) 110,483

コミットメント額および損失評価

引当金の変動
11,031 28 (1,176) (31) (835) (30) 9,019 (33)  

新規付与コミットメント
(2) 131,980 (82) 3,307 (85)   135,286 (167)  

コミットメントの終了 (120,107) 82 (4,350) 75 (937) 66 (125,394) 223  

償却     (6) 6 (6) 6  

財政難による条件緩和の原因とな

るキャッシュ・フローの変動
- - - - - (21) - (21)  

当期中のモデルの信用リスク・パ

ラメータの変化
 29  (15)  (83) - (69)  

モデル／手法の変更  (1)  (3)  - - (4)  

範囲の変更 - - - - - - - -  

その他
(3) (842) - (133) (3) 108 3 (867) -  

2023年12月31日現在残高 110,445 (55) 8,573 (148) 949 (295) 119,967 (498) 119,469

(1) 当期中、直接ステージ3に、またはステージ2を経てステージ3に格下げされた、当初ステージ1に分類されたコミッ

トメントに相当するステージ3への振替。

(2) ステージ2の新規付与コミットメントは、当期中にステージ2に分類変更されたステージ1のオリジネーションの一部

を含む可能性がある。

(3) 「その他」の行に記載されている項目は、主として為替換算調整勘定である。
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3.1.2　信用リスクの最大エクスポージャー

企業の信用リスクに対する最大エクスポージャーは、認識された減損損失を控除した後の、かつ保有され

る担保またはその他の信用補完措置（たとえば、IAS第32号に基づく相殺に該当しない相殺契約）を考慮しな

い帳簿価額である。

下表は、最大エクスポージャーならびにかかるエクスポージャーを減少させるための保有される担保およ

びその他の信用補完措置を表したものである。

報告期間末現在の減損した資産は、減損した資産（ステージ3）を構成する。

 

減損の要件の対象とならない金融資産（純損益を通じて公正価値で計上される。）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完措置

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産（持分証券および資産担保

ユニット・リンク契約を除く。）

369,196 160,833 210 64 234 -

売買目的保有金融資産 290,145 160,833 210 64 234 -

「SPPI」テストの要件を満たさない

負債性金融商品
79,051 - - - - -

純損益を通じて公正価値で測定する

ものとして指定された金融資産
- - - - - -

ヘッジ手段のデリバティブ商品 20,453 - - - - -

合計 389,649 160,833 210 64 234 -

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完措置

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産（持分証券および資産担保

ユニット・リンク契約を除く。）

312,302 122,291 634 - 153 -

売買目的保有金融資産 243,769 122,291 634 - 153 -

「SPPI」テストの要件を満たさない

負債性金融商品
68,533 - - - - -

純損益を通じて公正価値で測定する

ものとして指定された金融資産
- - - - - -

ヘッジ手段のデリバティブ商品 31,867 - - - - -

合計 344,169 122,291 634 - 153 -

 
減損の要件の対象となる金融資産

（百万ユーロ）

2023年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完措置

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

209,352 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -
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金融機関に対する貸出金および債権 - - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

債務証券 209,352 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

償却原価で測定する金融資産 732,357 27,672 70,470 53,135 167,897 443

うち、報告日現在の減損した資産 7,967 221 1,034 827 1,515 -

金融機関に対する貸出金および債権

（クレディ・アグリコル内部取引を

除く。）

136,266 11,796 - 9,350 1,299 -

うち、報告日現在の減損した資産 100 - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 516,281 15,875 70,458 43,666 166,269 443

うち、報告日現在の減損した資産 7,345 221 1,034 827 1,515 -

債務証券 79,811 - 12 119 328 -

うち、報告日現在の減損した資産 522 - - - - -

合計 941,709 27,672 70,470 53,135 167,897 443

うち、報告日現在の減損した資産 7,967 221 1,034 827 1,515 -

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完措置

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

純損益に組替えられる可能性のあ

るその他の包括利益を通じて公正

価値で測定する金融資産

206,093 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

金融機関に対する貸出金および債

権
- - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

債務証券 206,093 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 - - - - - -

償却原価で測定する金融資産 698,842 20,179 97,211 38,950 156,471 1,360

うち、報告日現在の減損した資産 7,414 197 1,020 256 1,843 -

金融機関に対する貸出金および債

権（クレディ・アグリコル内部取

引を除く。）

123,064 6,320 - 9,963 3,857 -

うち、報告日現在の減損した資産 108 - - - 107 -

顧客に対する貸出金および債権 488,572 13,858 97,211 28,986 152,614 1,360

うち、報告日現在の減損した資産 7,300 197 1,020 256 1,736 -

債務証券 87,206 - - - - -

うち、報告日現在の減損した資産 6 - - - - -

合計 904,935 20,179 97,211 38,950 156,471 1,360

うち、報告日現在の減損した資産 7,414 197 1,020 256 1,843 -

 
引当金の要件の対象となるオフバランスシート・コミットメント

（百万ユーロ）

2023年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完措置

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ
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保証コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
119,467 4,670 124 364 13,867 1,157

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
655 2 5 26 20 -

融資コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
196,707 1,461 2,434 6,599 53,971 4,178

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
373 7 18 44 22 -

合計 316,174 6,131 2,557 6,963 67,838 5,335

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
1,028 9 23 70 42 -

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

 信用リスク軽減

 担保として保有される資産 その他の信用補完措置

信用リスクの

最大エクス

ポージャー

担保として

受け入れた

金融商品

抵当権
担保受入

有価証券
金融保証

クレジット・

デリバティブ

保証コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
110,486 4,471 177 653 4,037 1,314

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
1,407 3 17 7 31 -

融資コミットメント（クレディ・

アグリコル内部取引を除く。）
175,689 199 1,599 1,018 29,351 6,124

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
273 1 9 4 70 -

合計 286,175 4,670 1,777 1,672 33,387 7,438

うち、報告日現在の引当金が計上

されたコミットメント
1,680 4 26 11 100 -

 

担保として保有される資産についての説明は、注記9「融資および保証コミットメントならびにその他の保

証」に記載されている。

 

3.1.3　条件変更した金融資産

条件変更した金融資産とは、財政難により条件緩和した資産である。債務者の財政難に関連した経済的・

法的理由により、他の状況下では検討されなかったような方法で、当初の融資条件（金利、満期）がクレ

ディ・アグリコル・エス・エーによって変更された貸出金である。したがって、かかる貸出金は、条件緩和

日時点で債務不履行に分類される貸出金および正常貸出金で構成される。条件緩和した貸出金およびその会

計処理に関するより詳細な定義は、注記1.2「会計方針および会計原則」の「金融商品－信用リスク」の項に

記載されている。

当期中に条件変更した資産につき、条件緩和後の帳簿価額は以下で構成される。

 

（百万ユーロ）

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

金融機関に対する貸出金および債権 - - -

条件変更前の帳簿価額合計 - - -

条件変更による純利益／（損失） - - -

顧客に対する貸出金および債権 505 661 890

条件変更前の帳簿価額合計 505 676 914

条件変更による純利益／（損失） - (14) (24)

債務証券 4 - -

条件変更前の帳簿価額合計 - - -

条件変更による純利益／（損失） 4 - -
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注記1.2「会計方針および会計原則」の「金融商品－信用リスク」の項に記載の原則に従って、減損段階が

ステージ2（正常資産）またはステージ3（減損資産）に相当する条件緩和した資産は、ステージ1（正常資

産）に回帰する可能性がある。当期中の分類変更による影響を受けた条件変更した資産の帳簿価額は、以下

のとおりである。

 

帳簿価額合計

（百万ユーロ）

12ヶ月のECLの対象と

なる資産（ステージ1）

従前にステージ2またはステージ3に分類されていて、当期中にステージ1に分類変更された条

件緩和した資産
 

金融機関に対する貸出金および債権 -

顧客に対する貸出金および債権 12

債務証券 -

合計 12
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3.1.4　信用リスクの集中

帳簿価額およびコミットメントは、減損および引当金を控除した後の額で表示される。

 

信用リスクのカテゴリー別の信用リスクのエクスポージャー

信用リスクのカテゴリーは、デフォルト率の範囲により表示される。内部格付とデフォルト率の範囲の対

応関係については、2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－信用リスク（CREDIT RISK）

－信用リスク管理（CREDIT RISK MANAGEMENT）」に記載されている。

 

償却原価で測定する金融資産（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

  2023年12月31日

  帳簿価額

  正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 132,268 3,077 - 135,345

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 56,810 6,407 - 63,216

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 12,871 11,493 - 24,364

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 2,773 - 2,773

 PD = 100％ - - 5,280 5,280

小口顧客合計  201,949 23,749 5,280 230,978

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 403,993 15,613 - 419,607

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 53,802 24,815 - 78,617

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 3,977 - 3,977

 PD = 100％
(1) - - 9,289 9,289

小口顧客を除く合計  457,796 44,405 9,289 511,490

減損  (1,047) (2,461) (6,602) (10,110)

合計  658,697 65,693 7,967 732,358

(1) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

 

  2022年12月31日

  帳簿価額

  正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 151,632 3,120 - 154,752

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 22,697 4,495 - 27,192

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 8,589 7,895 - 16,484

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 1,769 - 1,769

 PD = 100％ - - 4,533 4,533

小口顧客合計  182,918 17,278 4,533 204,730

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 396,144 12,588 - 408,733

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 59,579 22,127 - 81,706

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 4,205 - 4,205

 PD = 100％
(1) - - 9,356 9,356

小口顧客を除く合計  455,723 38,920 9,356 504,000

減損  (1,051) (2,361) (6,476) (9,887)

合計  637,591 53,838 7,414 698,842
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(1) 2022年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計817百万ユーロおよび損失に対する価値調整414百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額403

百万ユーロ）が含まれる。

 

 

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

  2023年12月31日

  帳簿価額

  正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ - - - -

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ - - - -

 2％ ＜ PD ≤ 20％ - - - -

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - - - -

 PD = 100％ - - - -

小口顧客合計  - - - -

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 204,972 2,366  207,338

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 1,195 810 - 2,005

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 8 - 8

 PD = 100％ - - - -

小口顧客を除く合計  206,167 3,185 - 209,351

合計  206,167 3,185 - 209,352

 

  2022年12月31日

  帳簿価額

  正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ - - - -

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ - - - -

 2％ ＜ PD ≤ 20％ - - - -

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - - - -

 PD = 100％ - - - -

小口顧客合計  - - - -

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 201,893 2,380 - 204,273

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 1,072 748 - 1,820

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - - - -

 PD = 100％ - - - -

小口顧客を除く合計  202,965 3,127 - 206,093

合計  202,965 3,127 - 206,093

 
融資コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

  2023年12月31日

  コミットメント額

  正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 14,713 337 - 15,049

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 2,932 671 - 3,603

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 844 488 - 1,332

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 35 - 35

 PD = 100％ - - 28 28

小口顧客合計  18,488 1,531 28 20,048
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小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 149,254 3,703 - 152,957

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 17,708 5,028 - 22,736

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 1,057 - 1,057

 PD = 100％ - - 386 386

小口顧客を除く合計  166,962 9,789 386 177,136

引当金
(1)  (164) (273) (41) (477)

合計  185,286 11,047 373 196,707

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

  2022年12月31日

  コミットメント額

  正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 16,369 343 - 16,712

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 2,574 538 - 3,112

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 654 372 - 1,026

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 14 - 14

 PD = 100％ - - 25 25

小口顧客合計  19,597 1,267 25 20,889

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 130,738 2,351 - 133,089

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 15,879 4,989 - 20,867

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 1,055 - 1,055

 PD = 100％ - - 281 281

小口顧客を除く合計  146,617 8,395 281 155,292

引当金
(1)  (174) (283) (33) (492)

合計  166,037 9,379 273 175,690

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
保証コミットメント（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

  2023年12月31日

  コミットメント額

  正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 701 10 - 711

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 213 12 - 225

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 33 17 - 50

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 1 - 1

 PD = 100％ - - 75 75

小口顧客合計  946 41 75 1,063

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 103,549 6,532 - 110,082

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 5,949 1,771 - 7,720

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 229 - 229

 PD = 100％ - - 874 874

小口顧客を除く合計  109,499 8,532 874 118,905

引当金
(1)  (55) (148) (295) (498)

合計  110,390 8,425 655 119,469

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。
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  2022年12月31日

  コミットメント額

  正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

（百万ユーロ）

信用リスクの評価の

等級

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

小口顧客 PD ≤ 0.5％ 786 3 - 789

 0.5％ ＜ PD ≤ 2％ 86 12 - 98

 2％ ＜ PD ≤ 20％ 135 32 - 167

 20％ ＜ PD ＜ 100％ - 5 - 5

 PD = 100％ - - 73 73

小口顧客合計  1,007 51 73 1,132

小口顧客を除く PD ≤ 0.6％ 93,157 5,566 - 98,723

 0.6％ ＜ PD ＜ 12％ 7,240 1,930 - 9,170

 12％ ≤ PD ＜ 100％ - 328 - 328

 PD = 100％ - - 1,595 1,595

小口顧客を除く合計  100,397 7,824 1,595 109,816

引当金
(1)  (68) (134) (261) (463)

合計  101,336 7,742 1,407 110,486

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
信用リスクの集中（顧客タイプ別）
償却原価で測定する金融資産（顧客タイプ別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

 2023年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

減損資産

(ステージ3)
合計

（百万ユーロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

減損資産

(ステージ2)

行政機関 48,244 (29) 1,320 (9) 51 (38) 49,615

中央銀行 12,527 (25) 64 (6) - - 12,591

金融機関 145,544 (50) 176 - 484 (383) 146,205

大企業
(1) 251,480 (447) 42,845 (1,486) 8,754 (3,669) 303,079

小口顧客 201,949 (496) 23,749 (961) 5,280 (2,511) 230,978

合計 659,744 (1,047) 68,154 (2,461) 14,569 (6,602) 742,468

(1) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

 

 2022年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

減損資産

(ステージ3)
合計

（百万ユーロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

減損資産

(ステージ2)

行政機関 54,173 (36) 809 (3) 158 (37) 55,140

中央銀行 5,652 (8) 31 (15) - - 5,683

金融機関 138,967 (47) 94 (4) 495 (387) 139,556

大企業
(1) 256,932 (495) 37,985 (1,531) 8,703 (3,818) 303,620

小口顧客 182,918 (464) 17,279 (807) 4,533 (2,233) 204,730

合計 638,641 (1,052) 56,199 (2,361) 13,889 (6,475) 708,728
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(1) 2022年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計817百万ユーロおよび損失に対する価値調整414百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額403

百万ユーロ）が含まれる。

 
純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（顧客タイプ
別）

 2023年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

うち

減損資産

(ステージ3)

合計

（ 百 万 ユ ー

ロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

うち

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

うち

減損資産

(ステージ2)

行政機関 93,924 (70) 259 (3) - - 94,182

中央銀行 483 - 340 (1) - - 823

金融機関 52,816 (39) 174 - - - 52,990

大企業 58,945 (24) 2,412 (24) - (3) 61,357

小口顧客 - - - - - - -

合計 206,168 (134) 3,184 (28) - (3) 209,352

 

 2022年12月31日

 帳簿価額

 正常資産

信用減損資産

(ステージ3)

うち

減損資産

(ステージ3)

合計

（ 百 万 ユ ー

ロ）

12ヶ月の

ECLの

対象となる

資産

(ステージ1)

うち

減損資産

(ステージ1)

全期間ECLの

対象となる

資産

(ステージ2)

うち

減損資産

(ステージ2)

行政機関 92,227 (66) 1,108 (8) - - 93,335

中央銀行 145 - 273 (1) - - 418

金融機関 52,938 (36) 161 (2) - (1) 53,099

大企業 57,656 (36) 1,586 (34) - - 59,240

小口顧客 - - - - - - -

合計 202,966 (138) 3,127 (45) - (1) 206,093

 
顧客に対する債務（顧客タイプ別）

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

行政機関 28,505 24,099

大企業 303,887 310,035

小口顧客 502,606 491,473

顧客に対する債務合計 834,998 825,607

 
融資コミットメント（顧客タイプ別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

行政機関 5,611 (4) 975 (12) - - 6,587

中央銀行 - - - - - - -

金融機関 6,558 (4) 24 (1) - - 6,582

大企業 154,793 (129) 8,789 (220) 386 (38) 163,968

小口顧客 18,488 (26) 1,531 (40) 28 (3) 20,048

合計 185,450 (164) 11,320 (273) 414 (41) 197,184
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(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

行政機関 5,171 (2) 800 (3) - - 5,971

中央銀行 12 - - - - - 12

金融機関 10,834 (2) 27 - - - 10,861

大企業 130,599 (142) 7,568 (233) 281 (31) 138,448

小口顧客 19,597 (29) 1,267 (47) 25 (2) 20,889

合計 166,213 (175) 9,662 (283) 306 (33) 176,181

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
保証コミットメント（顧客タイプ別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

行政機関 144 - 1 - - - 144

中央銀行 406 - - - - - 406

金融機関 7,984 (4) 119 - 83 (24) 8,186

大企業 100,965 (43) 8,412 (121) 791 (231) 110,169

小口顧客 946 (8) 41 (29) 75 (40) 1,063

合計 110,445 (55) 8,573 (150) 949 (295) 119,967

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント

引当金が

計上された

コミット

メント

(ステージ3)

コミット

メント

引当金

(ステージ3)

合計

12ヶ月の

ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ1)

コミット

メント

引当金

(ステージ1)

(1)

全期間ECLの

対象となる

コミット

メント

(ステージ2)

コミット

メント

引当金

(ステージ2)

行政機関 196 - 1 - - - 197

中央銀行 438 - - - - - 438

金融機関 9,305 (6) 112 - 33 (23) 9,450

大企業 90,457 (54) 7,712 (110) 1,562 (200) 99,730

小口顧客 1,008 (8) 51 (24) 73 (38) 1,132

合計 101,404 (68) 7,876 (134) 1,668 (261) 110,948

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。
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信用リスクの集中（地域別）
償却原価で測定する金融資産（地域別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 339,850 38,269 6,017 384,135

その他のEU諸国
(1) 183,907 17,095 5,570 206,572

その他の欧州諸国 32,490 2,735 634 35,859

北アメリカ 41,055 3,337 276 44,668

中央・南アメリカ 9,235 1,717 1,079 12,030

アフリカおよび中東 15,197 2,209 602 18,008

アジア太平洋（日本を除く。） 30,864 1,915 393 33,172

日本 4,734 877 - 5,611

国際機関 2,413 - - 2,413

減損 (1,048) (2,461) (6,602) (10,111)

合計 658,697 65,693 7,967 732,357

(1) 2023年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計614百万ユーロおよび損失に対する価値調整319百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額295

百万ユーロ）が含まれる。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 330,514 30,996 5,482 366,993

その他のEU諸国
(1) 174,044 11,221 4,427 189,692

その他の欧州諸国 27,754 3,811 993 32,558

北アメリカ 40,121 3,385 311 43,817

中央・南アメリカ 9,323 1,779 1,367 12,469

アフリカおよび中東 15,544 1,822 637 18,003

アジア太平洋（日本を除く。） 34,419 2,199 490 37,108

日本 4,709 985 183 5,876

国際機関 2,213 - - 2,213

減損 (1,052) (2,361) (6,475) (9,888)

合計 637,590 53,838 7,414 698,842

(1) 2022年12月31日現在、ステージ3にはクレディト・ヴァルテッリネーゼから取得したクレディ・アグリコル・イタリ

アの減損資産の帳簿価額合計817百万ユーロおよび損失に対する価値調整414百万ユーロ（すなわち正味帳簿価額403

百万ユーロ）が含まれる。

 
純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産（地域別）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 87,888 383 - 88,271

その他のEU諸国 77,683 1,012 - 78,695

その他の欧州諸国 7,960 84 - 8,043

北アメリカ 20,474 1,167 - 21,642

中央・南アメリカ 377 - - 377

アフリカおよび中東 278 539 - 817

アジア太平洋（日本を除く。） 4,131 - - 4,131
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日本 4,429 - - 4,429

国際機関 2,948 - - 2,948

合計 206,167 3,185 - 209,352

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額

正常資産

信用減損資産

（ステージ3）
合計

12ヶ月のECLの対

象となる資産

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる資産

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 103,560 476 - 104,034

その他のEU諸国 69,253 909 - 70,163

その他の欧州諸国 8,932 163 - 9,095

北アメリカ 10,275 1,073 - 11,347

中央・南アメリカ 411 - - 411

アフリカおよび中東 391 507 - 898

アジア太平洋（日本を除く。） 4,518 - - 4,518

日本 3,305 - - 3,305

国際機関 2,321 - - 2,321

合計 202,965 3,128 - 206,093

 
顧客に対する債務（地域別）

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

フランス（海外県・海外領土を含む。） 554,228 559,382

その他のEU諸国 180,040 171,090

その他の欧州諸国 32,667 30,806

北アメリカ 13,733 17,963

中央・南アメリカ 5,056 4,685

アフリカおよび中東 9,921 12,236

アジア太平洋（日本を除く。） 24,448 20,508

日本 14,900 8,933

国際機関 4 4

顧客に対する債務合計 834,998 825,607

 
融資コミットメント（地域別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの対

象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 58,513 4,738 119 63,370

その他のEU諸国 62,861 1,770 161 64,792

その他の欧州諸国 14,658 448 2 15,108

北アメリカ 30,687 1,969 5 32,661

中央・南アメリカ 2,632 716 7 3,355

アフリカおよび中東 5,874 1,248 5 7,127

アジア太平洋（日本を除く。） 8,588 431 116 9,135

日本 1,636 - - 1,636

国際機関 - - - -

引当金
(1) (164) (273) (41) (477)

合計 185,286 11,047 373 196,707

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。
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（百万ユーロ）

2022年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの対

象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 61,587 3,079 227 64,893

その他のEU諸国 44,158 1,210 52 45,420

その他の欧州諸国 14,909 680 7 15,596

北アメリカ 25,913 2,739 9 28,661

中央・南アメリカ 2,330 1,233 7 3,570

アフリカおよび中東 6,665 506 3 7,173

アジア太平洋（日本を除く。） 9,003 216 1 9,220

日本 1,648 - - 1,648

国際機関 - - - -

引当金
(1) (175) (283) (33) (491)

合計 166,037 9,379 273 175,690

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
保証コミットメント（地域別）（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの対

象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 32,088 3,655 301 36,044

その他のEU諸国 22,204 2,953 496 25,653

その他の欧州諸国 6,716 1,004 36 7,757

北アメリカ 34,835 349 66 35,250

中央・南アメリカ 2,188 25 4 2,217

アフリカおよび中東 1,864 110 45 2,019

アジア太平洋（日本を除く。） 9,564 415 1 9,980

日本 983 63 - 1,046

国際機関 - - - -

引当金
(1) (55) (148) (295) (498)

合計 110,388 8,425 655 119,467

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

コミットメント額

正常コミットメント
引当金が

計上された

コミットメント

（ステージ3）

合計

12ヶ月のECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ1）

全期間ECLの

対象となる

コミットメント

（ステージ2）

フランス（海外県・海外領土を含む。） 33,834 3,262 234 37,331

その他のEU諸国 18,777 2,078 1,326 22,181

その他の欧州諸国 9,108 1,517 41 10,666

北アメリカ 24,686 529 20 25,236

中央・南アメリカ 1,376 24 4 1,404

アフリカおよび中東 2,160 67 41 2,268
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アジア太平洋（日本を除く。） 10,139 334 2 10,475

日本 1,324 64 - 1,388

国際機関 - - - -

引当金
(1) (68) (134) (261) (463)

合計 101,336 7,742 1,407 110,486

(1) オフバランスシート・コミットメントに関する潜在的または顕在的な損失は、貸借対照表の負債に認識されている

引当金でカバーされている。

 
3.1.5　ウォッチリストに掲載されている金融資産または個別に減損が評価された金融資産に関する情報
 
ウォッチリストに掲載されている金融資産または個別に減損が評価された金融資産の分析（顧客タイプ別）

2023年12月31日現在の帳簿価額

 

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大していない資産

（ステージ1）

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大したが減損して

いない資産（ステージ2）

信用減損資産

（ステージ3）

（百万ユーロ）
30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超

債務証券 124 - - - 22 - - - -

行政機関 - - - - - - - - -

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - - - - - - -

大企業 124 - - - 22 - - - -

小口顧客 - - - - - - - - -

貸出金および債権 3,407 169 - 8,121 2,112 11 750 563 3,588

行政機関 47 - - 27 35 1 - - 4

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - 2 1 - - - 91

大企業 2,425 114 - 3,919 1,258 4 615 393 1,913

小口顧客 935 54 - 4,173 819 5 134 170 1,580

合計 3,531 169 - 8,121 2,134 11 750 563 3,588

 
2022年12月31日現在の帳簿価額

 

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大していない資産

（ステージ1）

信用リスクが当初認識以降に

著しく増大したが減損して

いない資産（ステージ2）

信用減損資産

（ステージ3）

（百万ユーロ）
30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超 30日以内

30日超

90日以内
90日超

債務証券 27 - - - 20 - - - -

行政機関 - - - - - - - - -

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 - - - - - - - - -

大企業 27 - - - 20 - - - -

小口顧客 - - - - - - - - -

貸出金および債権 4,111 127 - 3,976 2,165 15 970 690 3,434

行政機関 51 - - 24 39 3 - - 114

中央銀行 - - - - - - - - -

金融機関 1 - - 1 1 - - - 98

大企業 3,164 76 - 1,436 1,571 5 792 544 1,974

小口顧客 896 51 - 2,515 554 7 178 146 1,249

合計 4,138 127 - 3,977 2,185 15 970 690 3,434

 

3.2　ソブリン・リスクに対するエクスポージャー

 

ソブリン・エクスポージャーの計上範囲は、政府に対するエクスポージャーを含むが、地方自治体に対す

るものは含まない。かかる金額から税金の滞納額は除外されている。
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ソブリン債権に対するエクスポージャーは、減損控除後エクスポージャー（帳簿価額）に相当し、総額お

よびヘッジ控除後の金額の両方で表示されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーのソブリン・リスクに対するエクスポージャーは、以下のとおりであ

る。

 

銀行業務
2023年12月31日 銀行業務の減損控除後エクスポージャー

（百万ユーロ）

純損益を通じて公正

価値で測定する

その他の金融商品

純損益に組替

えられる可能

性のあるその

他の包括利益

を通じて公正

価値で測定す

る金融資産

償却原価で

測定する

金融資産

銀行業務合計

（ヘッジ

控除前）

ヘッジ

銀行業務合計

（ヘッジ

控除後）
売買目的

保有金融

資産

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

サウジアラビア - - - 326 326 - 326

アルゼンチン - - - 30 30 - 30

ベルギー - 4 161 1,245 1,410 116 1,526

ブラジル 24 - 153 91 268 - 268

中国 243 - - 480 723 - 723

エジプト - - 539 377 916 - 916

スペイン - 4 68 1,361 1,433 37 1,470

米国 6,024 - 178 2,567 8,769 199 8,969

フランス - 55 1,607 11,007 12,669 283 12,952

香港 57 - - 1,123 1,180 9 1,189

イスラエル - - - - - - -

イタリア - 44 3,615 4,767 8,426 26 8,452

日本 - - 1,757 1,170 2,927 - 2,927

ポーランド - - 1,005 299 1,304 - 1,304

英国 - - - - - - -

ロシア - - - - - - -

台湾 - - 9 - 9 - 9

トルコ - - - - - - -

ウクライナ - - 110 1,046 1,156 - 1,156

その他の主権国 2,600 4 1,102 5,673 9,365 12 9,379

合計 8,948 111 10,304 31,562 50,911 682 51,595

 
2022年12月31日 銀行業務の減損控除後エクスポージャー

（百万ユーロ）

純損益を通じて公正

価値で測定する

その他の金融商品

純損益に組替

えられる可能

性のあるその

他の包括利益

を通じて公正

価値で測定す

る金融資産

償却原価で

測定する

金融資産

銀行業務合計

（ヘッジ

控除前）

ヘッジ

銀行業務合計

（ヘッジ

控除後）
売買目的

保有金融

資産

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

サウジアラビア - - - 1,337 1,337 - 1,337

アルゼンチン - - - 36 36 - 36

ベルギー - 8 9 1,012 1,029 192 1,221

ブラジル 21 - 203 104 328 - 328

中国 152 22 - 433 607 - 607

エジプト - - 507 369 876 - 876

スペイン - 21 67 1,093 1,181 69 1,250

米国 827 - 116 1,930 2,873 211 3,084

フランス - 136 2,910 11,323 14,369 337 14,706
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香港 44 - - 1,347 1,391 12 1,403

イスラエル - - - - - - -

イタリア - - 3,241 11,777 15,018 54 15,072

日本 226 - 1,079 1,273 2,578 (3) 2,575

ポーランド 1 - 930 249 1,180 - 1,180

英国 - - - - - - -

ロシア - - - - - - -

台湾 - - - - - - -

トルコ - - - - - - -

ウクライナ - - 61 677 738 - 738

その他の主権国 897 18 771 5,752 7,437 24 7,460

合計 2,168 205 9,894 38,711 50,978 895 51,873

 

保険業務

保険業務については、ソブリン債権に対するエクスポージャーは、減損控除後（ヘッジ前）で表示してお

り、保険会社と生命保険契約者との間の分担メカニズム適用前のエクスポージャーに相当する。

 

エクスポージャー総額

（百万ユーロ）
2023年12月31日 2022年12月31日

サウジアラビア - -

アルゼンチン 5 5

ベルギー 4,253 2,610

ブラジル 6 2

中国 1 2

エジプト - -

スペイン 7,599 4,788

米国 70 76

フランス 36,628 38,321

香港 1 -

イスラエル - -

イタリア 7,389 7,152

日本 179 201

ポーランド 203 305

英国 11 2

ロシア - -

台湾 - -

トルコ 7 6

ウクライナ 3 2

その他の主権国 2,325 2,152

エクスポージャー合計 58,680 55,626

 

3.3　市場リスク

 

（2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－市場リスク（MARKET RISK）」の項目を参

照。）

 

デリバティブ商品：残存期間別の分析

デリバティブ商品の市場価格を契約上の残存期間別に分けている。

 

ヘッジ手段のデリバティブ商品－資産の公正価値

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 990/1736



金利商品 2,678 7,810 9,489 19,976

通貨商品 97 79 45 221

その他の商品 11 - - 11

小計 2,786 7,889 9,533 20,208

通貨先渡取引 245 - - 245

ヘッジ手段のデリバティブ－資産の

公正価値合計
3,031 7,889 9,533 20,453

 

 2022年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 2,806 9,588 13,703 26,096

通貨商品 150 311 305 766

その他の商品 - - - -

小計 2,956 9,899 14,008 26,863

通貨先渡取引 5,001 4 - 5,005

ヘッジ手段のデリバティブ－資産の

公正価値合計
7,956 9,902 14,008 31,867

 
ヘッジ手段のデリバティブ－負債の公正価値

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 3,596 8,136 17,856 29,589

通貨商品 43 99 141 284

その他の商品 2 - - 2

小計 3,642 8,235 17,998 29,874

通貨先渡取引 1,116 1 - 1,117

ヘッジ手段のデリバティブ－負債の

公正価値合計
4,758 8,236 17,998 30,992

 

 2022年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 5,115 10,082 23,263 38,461

通貨商品 97 340 545 982

その他の商品 22 - - 23

小計 5,234 10,422 23,809 39,465

通貨先渡取引 6,179 - - 6,179

ヘッジ手段のデリバティブ－負債の

公正価値合計
11,413 10,422 23,809 45,644

 
売買目的保有のデリバティブ商品－資産の公正価値

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 6,970 13,405 29,660 50,035

通貨商品および金 8,266 6,169 6,768 21,202

その他の商品 2,920 10,686 2,530 16,136

小計 18,156 30,261 38,957 87,373

通貨先渡取引 18,878 2,015 138 21,031

売買目的保有のデリバティブ－資産

の公正価値合計
37,034 32,275 39,095 108,404
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 2022年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 5,902 15,807 33,428 55,137

通貨商品および金 8,528 7,527 7,814 23,869

その他の商品 4,898 8,239 3,074 16,211

小計 19,328 31,573 44,317 95,218

通貨先渡取引 22,356 1,847 152 24,356

売買目的保有のデリバティブ－資産

の公正価値合計
41,684 33,420 44,469 119,573

 
売買目的保有のデリバティブ商品－負債の公正価値

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 4,374 16,103 31,010 51,487

通貨商品および金 5,672 7,833 5,406 18,911

その他の商品 2,569 2,871 1,791 7,231

小計 12,615 26,807 38,207 77,630

通貨先渡取引 19,977 2,013 404 22,394

売買目的保有のデリバティブ－負債

の公正価値合計
32,592 28,819 38,612 100,023

 

 2022年12月31日

 取引所取引および店頭取引
市場

価格合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 8,289 20,519 35,730 64,538

通貨商品および金 5,887 7,758 6,854 20,499

その他の商品 2,180 2,944 3,220 8,344

小計 16,355 31,221 45,805 93,382

通貨先渡取引 23,288 2,780 371 26,439

売買目的保有のデリバティブ－負債

の公正価値合計
39,643 34,002 46,175 119,821

 
デリバティブ商品：コミットメント額

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）
想定元本残高合計 想定元本残高合計

金利商品 16,680,392 16,257,080

通貨商品および金 678,447 591,192

その他の商品 204,793 202,870

小計 17,563,631 17,051,143

通貨先渡取引 2,981,930 2,762,106

想定元本合計 20,545,561 19,813,249

 

外国為替リスク

 

（2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－資産および負債管理（ASSET AND LIABILITY

MANAGEMENT）－通貨リスク（CURRENCY RISK）」の項目を参照。）
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3.4　流動性リスクおよび財務リスク

 

（2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－資産および負債管理（ASSET AND LIABILITY

MANAGEMENT）」の項目を参照。）

 

金融機関および顧客に対する貸出金および債権（残存期間別）

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する貸出金および債権（クレ

ディ・アグリコル内部取引を含む。）
94,405 68,100 290,154 102,700 - 555,359

顧客に対する貸出金および債権（ファイナン

ス・リースを含む。）
118,802 59,775 194,237 152,591 442 525,847

合計 213,207 127,875 484,391 255,291 442 1,081,206

減損      (9,997)

金融機関および顧客に対する貸出金および債権

合計
     1,071,209

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する貸出金および債権（クレ

ディ・アグリコル内部取引を含む。）
68,957 107,920 296,992 94,089 - 567,957

顧客に対する貸出金および債権（ファイナン

ス・リースを含む。）
115,968 52,801 176,539 151,830 772 497,910

合計 184,925 160,721 473,531 245,919 772 1,065,867

減損      (9,783)

金融機関および顧客に対する貸出金および債権

合計
     1,056,084

 
金融機関および顧客に対する債務（残存期間別）

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する債務（クレディ・アグリコル内

部取引を含む。）
118,081 14,182 62,952 7,408 - 202,623

顧客に対する債務 756,873 48,162 26,605 3,358 - 834,998

金融機関および顧客に対する債務合計 874,954 62,344 89,557 10,766 - 1,037,621

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

金融機関に対する債務（クレディ・アグリコル内

部取引を含む。）
96,377 79,493 102,922 5,440 - 284,232

顧客に対する債務 765,050 39,200 19,060 2,297 - 825,607

金融機関および顧客に対する債務合計 861,427 118,693 121,982 7,737 - 1,109,839

 
債務証券および劣後債務

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

債務証券       

利付債券 - - - - - -

短期金融商品 1,233 - 2,556 2,023 - 5,812

譲渡性債務証券 63,803 40,645 4,882 451 - 109,781

債券 3,386 12,267 64,302 51,680 - 131,635

その他の債務証券 874 2,650 1,417 1,032 - 5,973
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債務証券合計 69,296 55,562 73,157 55,186 - 253,201

劣後債務 　 　 　 　 　 　

期限付劣後債務 64 650 15,173 9,217 - 25,104

永久劣後債務 - - - - - -

相互保証預託金 - - - - 212 212

参加型有価証券・ローン - - - 1 - 1

劣後債務合計 64 650 15,173 9,218 212 25,317

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

債務証券 　 　 　 　 　 　

利付債券 - - - - - -

短期金融商品 1,181 552 2,723 1,449 - 5,905

譲渡性債務証券 68,868 32,534 2,552 604 - 104,558

債券 3,801 11,743 49,313 36,880 - 101,737

その他の債務証券 617 676 1,222 - - 2,515

債務証券合計 74,467 45,505 55,810 38,933 - 214,715

劣後債務 　 　 　 　 　 　

期限付劣後債務 24 601 12,270 10,167 - 23,062

永久劣後債務 - - - - 106 106

相互保証預託金 - - - - 201 201

参加型有価証券・ローン - - - 1 - 1

劣後債務合計 24 601 12,270 10,168 307 23,370

 

リスクのある金融保証（予定満期別）

以下の表示金額は、リスクのある（すなわち減損した、またはウォッチリストに掲載されている）金融保

証の請求見込額である。

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

付与した金融保証 65 205 - - - 271

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の

定めなし
合計

付与した金融保証 52 276 - - - 328

 

デリバティブ商品の契約上の残存期間については注記3.3「市場リスク」を参照。

 

3.5　ヘッジ会計

 

（注記3.3「市場リスク」および2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－資産および負

債管理（ASSET AND LIABILITY MANAGEMENT）」の項目を参照。）

 

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジは、金利の変動による固定利付金融商品の公正価値の変動リスクを低減する。公正価値

ヘッジは、固定利付資産または固定利付負債を、変動利付資産または変動利付負債に変換する。

ヘッジ対象は、主に固定金利のローン、有価証券、預金および劣後債務である。

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

 994/1736



キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、変動利付金融商品に係るキャッシュ・フローの変動に関するリスクを低

減する。

キャッシュ・フロー・ヘッジは、特に変動利付ローンおよび預金のヘッジを含む。

 

外貨に対する純投資のヘッジ

外貨に対する純投資のヘッジは、子会社に対する外貨建ての投資に関連した為替変動に内在するリスクを

低減する。

 

ヘッジ手段のデリバティブ商品

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

市場価額
想定元本

市場価額
想定元本

プラス マイナス プラス マイナス

公正価値ヘッジ 19,551 27,799 976,856 29,508 39,839 906,673

キャッシュ・フロー・ヘッジ 827 3,092 105,795 1,365 4,839 82,351

在外営業活動体に対する純投資のヘッ

ジ
75 100 6,068 994 967 6,219

ヘッジ手段のデリバティブ商品合計 20,453 30,992 1,088,719 31,867 45,644 995,242

 

当行グループは、金利ポートフォリオ、金融資産または金融負債ポートフォリオの公正価値ヘッジに関す

る会計方針および原則に従い、欧州連合により採択されたIAS第39号（カーブアウト版）を適用している。こ

の基準では、低金利または無利息の要求払預金をヘッジに含めることが認められている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年事業年度において、この金利上昇環境に関連して重大な欠

格事項を記録していない。

 

ヘッジ手段のデリバティブ商品－残存期間別の分析（想定元本額）

デリバティブ商品の想定元本額を契約上の残存期間別に分けている。

 

 2023年12月31日

 取引所取引および店頭取引
想定元本額

合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 368,656 325,142 294,245 988,043

通貨商品 7,363 918 69 8,351

その他の商品 204 1 - 205

小計 376,223 326,062 294,314 996,599

通貨先渡取引 69,316 18,087 4,718 92,121

ヘッジ手段デリバティブの想定値合

計
445,539 344,149 299,032 1,088,719

 

 2022年12月31日

 取引所取引および店頭取引
想定元本額

合計
（百万ユーロ）

1年以内
1年超

5年以内
5年超

金利商品 352,645 292,492 266,203 911,340

通貨商品 8,447 1,157 143 9,747

その他の商品 108 2 - 110

小計 361,200 293,650 266,346 921,196

通貨先渡取引 60,382 10,398 3,266 74,046

ヘッジ手段デリバティブの想定値合

計
421,582 304,048 269,612 995,242
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注記3.3「市場リスク－デリバティブ商品の取引：残存期間別の分析」においてヘッジ手段のデリバティブ

商品の市場価格を契約上の残存期間別に分けている。

 

公正価値ヘッジ

ヘッジ手段のデリバティブ

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値

の変動（当期中の

ヘッジの終了を

含む。）

想定元本額
 

資産

 

 

負債

 

公正価値ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 6,280 15,151 2,791 324,622

金利 6,154 14,731 2,660 299,121

為替 126 420 131 25,500

その他 - - - -

ミクロ・ヘッジの公正価値合計 6,280 15,151 2,791 324,622

金融商品ポートフォリオの金利リスク・

エクスポージャーの公正価値ヘッジ
13,271 12,649 (3,022) 652,235

公正価値ヘッジ合計 19,551 27,799 (231) 976,856

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値

の変動（当期中の

ヘッジの終了を

含む。）

想定元本額
 

資産

 

 

負債

 

公正価値ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 13,733 24,994 (9,680) 350,649

金利 9,757 20,543 (9,095) 321,376

為替 3,976 4,451 (585) 29,273

その他 - - - -

ミクロ・ヘッジの公正価値合計 13,733 24,994 (9,680) 350,649

金融商品ポートフォリオの金利リスク・

エクスポージャーの公正価値ヘッジ
15,775 14,845 (1,342) 556,024

公正価値ヘッジ合計 29,508 39,839 (11,022) 906,673

 

ヘッジ手段のデリバティブの公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する金融

商品に係る純利益（損失）」において認識される。

 

ヘッジ対象
ミクロ・ヘッジ 2023年12月31日

（百万ユーロ）

現在のヘッジ 終了したヘッジ
当期中の公正価値

ヘッジ調整

（当期中のヘッジ

の終了を含む。）

帳簿価額
うち、公正価値

ヘッジ調整累計額

未償却のヘッジを

考慮して調整され

る公正価値ヘッジ

調整累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する負

債性金融商品

26,556 (819) - 1,147

金利 26,556 (819) - 1,147

為替 - - - -

その他 - - - -

償却原価で測定する負債性金融商品 99,553 (2,766) 7 2,132

金利 89,357 (2,692) 7 2,048

為替 10,196 (75) - 84

その他 - - - -

資産項目の公正価値ヘッジ合計 126,109 (3,586) 7 3,280
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償却原価で測定する負債性金融商品 181,033 (6,427) - 6,044

金利 168,462 (6,285) - 5,809

為替 12,571 (142) - 235

その他 - - - -

負債項目の公正価値ヘッジ合計 181,033 (6,427) - 6,044

 
ミクロ・ヘッジ 2022年12月31日

（百万ユーロ）

現在のヘッジ 終了したヘッジ
当期中の公正価値

ヘッジ調整

（当期中のヘッジ

の終了を含む。）

帳簿価額
うち、公正価値

ヘッジ調整累計額

未償却のヘッジを

考慮して調整され

る公正価値ヘッジ

調整累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する負

債性金融商品

26,317 (1,675) - (2,225)

金利 26,317 (1,675) - (2,225)

為替 - - - -

その他 - - - -

償却原価で測定する負債性金融商品 99,030 (4,894) 27 (6,002)

金利 93,421 (4,836) 27 (5,968)

為替 5,609 (58) - (34)

その他 - - - -

資産項目の公正価値ヘッジ合計 125,347 (6,569) 27 (8,227)

償却原価で測定する負債性金融商品 179,880 (15,142) - (17,863)

金利 160,909 (14,773) - (17,244)

為替 18,971 (369) - (619)

その他 - - - -

負債項目の公正価値ヘッジ合計 179,880 (15,142) - (17,863)

 

公正価値で測定するミクロ・ヘッジされた金融商品のヘッジされた部分の公正価値は、貸借対照表の関連

する項目において認識される。公正価値で測定するミクロ・ヘッジされた金融商品のヘッジされた部分の公

正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）」にお

いて認識される。

 

マクロ・ヘッジ 2023年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額

終了したヘッジに係る

未償却のヘッジを考慮して

調整される公正価値ヘッジ

調整累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
- -

償却原価で測定する負債性金融商品 385,139 6

合計－資産 385,139 6

償却原価で測定する負債性金融商品 261,812 (1)

合計－負債 261,812 (1)

 

マクロ・ヘッジ 2022年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額

終了したヘッジに係る

未償却のヘッジを考慮して

調整される公正価値ヘッジ

調整累計額

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
3,788 -

償却原価で測定する負債性金融商品
(1) 320,592 (138)

合計－資産 324,380 (138)

償却原価で測定する負債性金融商品
(1) 192,601 11
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合計－負債 192,601 11

(1) 金利ヘッジされたポートフォリオの再評価差額金に関する貸借対照表の表示は、2022年12月31日に資産と負債の間

で分類変更された。2022年12月31日現在の純額は変わらず、マイナス455百万ユーロであった。

 

公正価値で測定するマクロ・ヘッジされた金融商品のヘッジされた部分の公正価値は、貸借対照表の「金

利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整」において認識される。公正価値で測定するマクロ・ヘッジさ

れた金融商品のヘッジされた部分の公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する

金融商品に係る純利益（損失）」において認識される。

 

ヘッジ会計による利益／（損失）

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

純利益（ヘッジ会計による利益／（損失）合計）

ヘッジ手段のデリバティブ

の公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジ対象の

公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジの非有効部分

金利 (362) 405 43

為替 131 (152) (20)

その他 - - -

合計 (231) 256 25

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

純利益（ヘッジ会計による利益／（損失）合計）

ヘッジ手段のデリバティブ

の公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジ対象の

公正価値の変動

（ヘッジの終了を含む。）

ヘッジの非有効部分

金利 (10,437) 10,352 (85)

為替 (585) 585 -

その他 - - -

合計 (11,022) 10,937 (85)

 

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に対する純投資のヘッジ（NIH）

ヘッジ手段のデリバティブ

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値の

変動（当期中のヘッ

ジの終了を含む。）

想定元本額
資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ     

組織化された市場および店頭取引市場 462 1,088 89 74,556

金利 186 206 18 5,551

為替 266 881 71 68,801

その他 11 2 - 205

ミクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 462 1,088 89 74,556

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エ

クスポージャーのキャッシュ・フロー・

ヘッジ

365 2,004 931 31,136

金融商品ポートフォリオの外国為替エクス

ポージャーのキャッシュ・フロー・ヘッジ
- - - 103

マクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 365 2,004 931 31,239

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 827 3,092 1,021 105,795

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ 75 100 (39) 6,068

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

帳簿価額 当期中の公正価値の

変動（当期中のヘッ

ジの終了を含む。）

想定元本額
資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ     
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組織化された市場および店頭取引市場 849 1,889 (150) 48,456

金利 52 136 (107) 1,914

為替 797 1,730 (43) 46,432

その他 - 23 - 110

ミクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 849 1,889 (150) 48,456

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エ

クスポージャーのキャッシュ・フロー・

ヘッジ

512 2,937 (2,716) 32,026

金融商品ポートフォリオの外国為替エクス

ポージャーのキャッシュ・フロー・ヘッジ
4 13 (2) 1,869

マクロ・ヘッジのキャッシュ・フロー合計 516 2,950 (2,718) 33,895

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 1,365 4,839 (2,868) 82,351

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ 994 967 8 6,219

 

ヘッジ手段のデリバティブの公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定する金融

商品に係る純利益（損失）」に認識されるヘッジ関係の非有効部分を除き、「その他の包括利益」に認識さ

れる。

 

ヘッジ会計の影響

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益／（損失）

純利益（ヘッジ会計

による損益）

当期中に認識された

ヘッジの有効部分

当期中にその他の

包括利益から損益に

組替えられた金額

ヘッジの非有効部分

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

金利 950 - (1)

為替 71 (1) -

その他 - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 1,021 (1) (1)

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ (39) 4 -

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に

対する純投資のヘッジ合計
982 3 (1)

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）

純損益に組替えられる可能性のある

その他の包括利益／（損失）

純利益（ヘッジ会計

による損益）

当期中に認識された

ヘッジの有効部分

当期中にその他の

包括利益から損益に

組替えられた金額

ヘッジの非有効部分

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

金利 (2,824) - 1

為替 (45) (1) -

その他 - - -

キャッシュ・フロー・ヘッジ合計 (2,869) (1) 1

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ 8 - -

キャッシュ・フロー・ヘッジおよび在外営業活動体に

対する純投資のヘッジ合計
(2,861) (1) 1

 

3.6　オペレーショナルリスク

 

（2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）－業務リスク（OPERATIONAL RISKS）」を参

照。）
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3.7　資本管理および規制比率

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務部門は、流動性および資本の観点からみて、グループ全体の業

務上の必要性に対し、十分な流動性および資本が確保できるよう取り組んでいる。同部門は、クレディ・ア

グリコル・グループおよびクレディ・アグリコル・エス・エーの健全性比率および規制比率（ソルベン

シー、流動性、レバレッジ、破綻処理）の監視について責任を負う。このため、同部門は、原則を定め、当

行グループ全体の一体性のある財務管理システムを確保する。

IAS第1号で要求される資本管理及び規制比率の遵守（状況）に関する情報は、2023年度一括登録書類「リ

スク管理（RISK MANAGEMENT）」に記載されている。

当行グループの銀行業務リスクの管理は、グループ・リスク管理および恒常的統制部門が担当している。

同部門は、クレディ・アグリコル・エス・エーの指導および統制担当の最高経営責任者代理直属で、その役

割は、信用リスク、財務リスクおよびオペレーショナルリスクの恒久的な統制である。

これらの手続についての記述および解説は、2023年度一括登録書類「リスク管理（RISK MANAGEMENT）」に

記載されている。しかしながら、内訳は財務書類には表示されている。
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注記4　その他の包括利益に対する注記

 

4.1　受取利息および支払利息

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

償却原価で測定する金融資産 49,867 23,438

　銀行間取引 12,654 4,341

　クレディ・アグリコル内部取引 12,489 3,556

　顧客との取引 21,057 12,634

　ファイナンス・リース 1,707 1,391

　債務証券 1,959 1,516

その他の包括利益を通じて公正価値で認識する金融資産 4,740 5,015

　銀行間取引 - -

　顧客との取引 - -

　債務証券 4,740 5,015

ヘッジ手段に係る未収利息 4,428 1,493

その他の受取利息 85 67

受取利息および類似収益
(1)(2) 59,120 30,013

償却原価で測定する金融負債 (40,272) (16,074)

　銀行間取引 (6,830) (1,782)

　クレディ・アグリコル内部取引 (3,917) (1,484)

　顧客との取引 (20,324) (8,151)

　ファイナンス・リース (400) (718)

　債務証券 (8,453) (3,393)

　劣後債務 (348) (546)

ヘッジ手段に係る未収利息 (4,546) (836)

その他の支払利息 (59) (56)

支払利息および類似費用
(3) (44,876) (16,966)

(1)　うち、減損した債権（ステージ3）に係る受取利息および類似収益は、2023年12月31日現在、252百万ユーロ（2022

年12月31日現在は184百万ユーロ）であった。

(2)　2023年12月31日現在の金融負債に対する287百万ユーロ（2022年12月31日現在は900百万ユーロ）のマイナス金利を

含む。

(3)　2023年12月31日現在の金融資産に対するマイナス98百万ユーロ（2022年12月31日現在はマイナス891百万ユーロ）

のマイナス金利を含む。

 

4.2　受取報酬および手数料ならびに支払報酬および手数料

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）
受取額 支払額 純額 受取額 支払額 純額

銀行間取引 357 (86) 271 387 (67) 320

クレディ・アグリコル内部取引 1,241 (1,055) 185 1,365 (507) 858

顧客との取引 1,521 (280) 1,241 1,517 (231) 1,286

証券取引 56 (180) (124) 45 (141) (95)

外国為替取引 36 (39) (3) 58 (59) (1)

デリバティブ商品およびその他のオフバラン

スシート項目
305 (237) 68 256 (177) 79

決済手数料ならびにその他の銀行業務および

金融サービス
3,924 (1,492) 2,432 3,566 (1,425) 2,141

投資信託管理、信託および同種の業務 5,761 (1,602) 4,159 5,933 (1,759) 4,174

受取報酬および手数料ならびに支払報酬およ

び手数料合計
13,202 (4,973) 8,229 13,127 (4,366) 8,761

 

顧客との取引ならびに決済手数料ならびにその他の銀行業務および金融サービスを含む取引による受取報

酬および手数料の大部分は、資産収集および保険に関するものである。
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投資信託運用、信託および同種の業務による受取報酬および手数料は、主に資産収集および保険に関する

ものである。

 

4.3　純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

受取配当金 1,489 1,322

売買目的保有資産／負債に係る未実現利益／（損失）または実現利益／

（損失）
2,831 (5,705)

純損益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品に係る未実現利益／

（損失）または実現利益／（損失）
288 (2,870)

「SPPI」テストの要件を満たさない負債性金融商品に係る未実現利益／

（損失）または実現利益／（損失）
3,805 (3,095)

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定されたその他の負債

性金融商品に係る未実現利益／（損失）または実現利益／（損失）
125 -

資産担保ユニット・リンク契約に係る純利益／（損失） 4,444 (8,497)

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された資産／負債に

係る未実現利益／（損失）または実現利益／（損失）
(1) (4,607) 4,981

為替取引および同種の金融商品に係る純利益／（損失）（在外営業活動

体に対する純投資のヘッジに係る利益／（損失）を除く。）
3,457 2,731

ヘッジ会計による利益／（損失） 23 (84)

純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／（損失） 11,857 (11,217)

(1) （基準により損益計算書上のミスマッチを解消または軽減するための例外が認められている場合を除き）純損益を

通じて公正価値で測定するものとして指定された負債における発行者の信用スプレッドを除く。

 
ヘッジ会計による利益／（損失）の分析

 2023年12月31日

（百万ユーロ） 利益 損失 純額

公正価値ヘッジ 10,844 (10,818) 27

ヘッジされるリスクに起因するヘッジ対象の公正価値の変動 3,900 (6,664) (2,764)

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動（ヘッジの終了を含

む。）
6,945 (4,154) 2,791

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーの公正価値

ヘッジ
24,412 (24,415) (2)

ヘッジ対象の公正価値の変動 15,138 (12,118) 3,020

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動 9,275 (12,297) (3,022)

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーのキャッ

シュ・フロー・ヘッジ
- (1) (1)

ヘッジ手段である商品の公正価値の変動－非有効部分 - (1) (1)

ヘッジ会計による利益／（損失）合計 35,257 (35,234) 23

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ） 利益 損失 純額

公正価値ヘッジ 33,228 (33,272) (44)

ヘッジされるリスクに起因するヘッジ対象の公正価値の変動 21,381 (11,746) 9,636

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動（ヘッジの終了を含

む。）
11,847 (21,527) (9,680)

キャッシュ・フロー・ヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ - - -

ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動－非有効部分 - - -

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーの公正価値

ヘッジ
39,504 (39,545) (41)

ヘッジ対象の公正価値の変動 20,465 (19,164) 1,301
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ヘッジ手段であるデリバティブの公正価値の変動 19,039 (20,381) (1,342)

金融商品ポートフォリオの金利リスク・エクスポージャーのキャッ

シュ・フロー・ヘッジ
2 (1) 1

ヘッジ手段である商品の公正価値の変動－非有効部分 2 (1) 1

ヘッジ会計による利益／（損失）合計 72,734 (72,818) (84)

 

関係性別のヘッジ会計による利益／（損失）（公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジ等）の詳細

については、注記3.5「ヘッジ会計」に表示されている。

 

4.4　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値

で測定する負債性金融商品に係る純利益／（損失）
(1) (637) (105)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で

測定する資本性金融商品に係る分配（配当金）
(2) 153 48

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益／

（損失）
(483) (57)

(1) 注記4.9「リスク費用」に記載されている、減損した負債性金融商品（ステージ3）の処分による実現利益または実

現損失は除く。

(2) 事業年度中に認識が中止された組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融

商品に係る配当金は含まない。

 

4.5　償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

債務証券 121 48

金融機関に対する貸出金および債権 - -

顧客に対する貸出金および債権 2 -

償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた利益 123 48

債務証券 (114) (32)

金融機関に対する貸出金および債権 - -

顧客に対する貸出金および債権 (9) (14)

償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた損失 (123) (46)

償却原価で測定する金融資産の認識中止により生じた純利益／（損失）
(1) - 2

(1) 注記4.9「リスク費用」に記載されている、減損した負債性金融商品（ステージ3）の認識中止による実現利益また

は実現損失は除く。

 

4.6　その他の業務に係る純収益および費用

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日修正再表示後

遊休固定資産に係る利益／（損失） 205 (38)

投資不動産からの純利益 (931) 278

その他の純利益（費用） 413 68

その他の業務に係る収益（費用） (313) 308

 

4.7　営業費用

 

2023年12月31日 2022年12月31日修正再表示後

（百万ユーロ）

営業費用
(1)

(a)

保険契約に関する

費用

（収益から控除）
(b)

当期中の営

業費用合計
(2)

(c)=(a)+(b)

営業費用
(1)

(a)

保険契約に関する

費用

（収益から控除）
(b)

当期中の営

業費用合計
(2)

(c)=(a)+(b)
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従業員費用 (8,680) (258) (8,938) (7,899) (235) (8,134)

利益または給与関連、

規制上の拠出金以外の税金
(2) (935) (54) (989) (994) (58) (1,052)

外部サービスおよび

その他の営業費用
(4,196) (378) (4,574) (4,061) (667) (4,728)

保険契約の分配に係る費用 821 (821) - 799 (799) -

営業費用 (12,990) (1,511) (14,501) (12,155) (1,759) (13,914)

(1) 損益計算書の「営業費用」の項目に相当する金額

(2) 2023年12月31日現在、単一破綻処理基金について認識されたマイナス508百万ユーロを含む（2022年12月31日現在は

マイナス646百万ユーロ）。

 

2023年の社会保障を改正する2023年4月14日付財政法第2023-270号（2023年4月15日付のフランス官報に掲

載）ならびに2023年6月3日付施行令第2023-435号および第2023-436号（2023年6月4日付のフランス官報に掲

載）によってフランスで採択された年金改革は、2023年度の年次財務書類で考慮された。この改革の影響

は、制度の変更とみなされ、過去の勤務費用として営業費用に計上されている。

2023年12月31日現在、この改革の税引前利益に対する影響はプラス17.5百万ユーロであった。

 

法定監査人に支払われた報酬

以下は、2023年度に法定監査人に支払われた報酬の、会社別およびクレディ・アグリコル・エス・エーの

全部連結会社との契約類型別の内訳である。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査役会

（百万ユーロ（税金を除く。））

アーンスト・アンド・ヤング
プライスウォーターハウス

クーパース
 

2023年度 2022年度 2023年度 2022年度 2023年度合計

個別財務書類および連結財務書類の法定

監査、証明、レビュー
11.74 13.09 20.34 17.42 32.08

発行者 2.32 2.61 2.36 2.34 4.68

全部連結子会社 9.42 10.48 17.98 15.08 27.40

非監査業務 7.61 5.37 9.44 9.18 17.05

発行者 1.98 0.87 2.58 1.01 4.56

全部連結子会社 5.63 4.50 6.86 8.17 12.49

合計 19.35 18.46 29.78 26.60 49.13

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人であるプライスウォーターハウスクーパース・オー

ディットに支払われた報酬の総額は、当事業年度の連結損益計算書に計上されているとおり12.7百万ユーロ

であり、そのうち9.6百万ユーロがクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の財務書類の監査証

明、3.1百万ユーロが非監査業務（コンフォート・レター、合意された手続、責任声明書、社会情報および環

境情報に関連するサービス、助言等）に関連するものであった。

クレディ・アグリコル・エス・エーの法定監査人であるアーンスト・アンド・ヤング・エ・オートルに支

払われた報酬の総額は、当事業年度の連結損益計算書に計上されているとおり9.6百万ユーロであり、そのう

ち6.1百万ユーロはクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社の財務書類の監査証明、3.5百万

ユーロが非監査業務（コンフォート・レター、合意された手続、責任声明書、税法遵守審査、社会情報およ

び環境情報に関連するサービス、助言等）に関連するものであった。

 

4.8　有形固定資産の減価償却費および無形資産の償却費ならびに減損

 

2023年12月31日 2022年12月31日
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（百万ユーロ）

減価償却費、

償却費および

減損
(1)(3)

(a)

保険契約に

関する費用

（収益から

控除）

(b)

当期中の減価

償却費、償却

費および

減損合計

(c)=(a)+(b)

減価償却費、

償却費および

減損
(1)(3)

(a)

保険契約に

関する費用

（収益から

控除）

(b)

当期中の減価

償却費、償却

費および

減損合計

(c)=(a)+(b)

減価償却費および償却費 (1,155) (52) (1,207) (1,105) (51) (1,156)

有形固定資産
(1) (700) (4) (705) (716) (5) (721)

無形資産 (455) (48) (503) (389) (46) (435)

減損損失（戻入額） 4 - 4 1 - 1

有形固定資産
(2) (2) - (2) 1 - 1

無形資産 5 - 5 - - -

有形固定資産の減価償却

費および無形資産の償却

費ならびに減損

(1,151) (52) (1,204) (1,105) (51) (1,155)

(1) 2023年12月31日現在の使用権の償却費について認識されたマイナス348百万ユーロ（2022年12月31日現在はマイナス

366百万ユーロ）を含む。

(2) 2023年12月31日現在の使用権の減損処理（戻入）について認識されたマイナス4百万ユーロ（2022年12月31日現在は

0百万ユーロ）を含む。

(3) 損益計算書の「有形固定資産および無形固定資産の減価償却費、償却費および減損」の項目に相当する金額

 

4.9　リスク費用

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

正常資産に係る減損戻入額控除後の計上額（ステージ1またはステージ2）(A) (87) (463)

ステージ1：12ヶ月の予想信用損失と同額で測定する損失評価引当金 (19) 45

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品
(7) 2

償却原価で測定する負債性金融商品 (40) 35

融資コミットメント 27 9

ステージ2：全期間予想信用損失と同額で測定する損失評価引当金 (68) (508)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品
(2) (1)

償却原価で測定する負債性金融商品 (52) (569)

融資コミットメント (13) 61

信用減損資産に係る減損戻入額控除後の計上額（ステージ3）(B) (1,471) (1,321)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測

定する負債性金融商品
- -

償却原価で測定する負債性金融商品 (1,421) (1,355)

融資コミットメント (50) 34

その他の資産（C） (6) (2)

リスクおよび費用（D） (73) 86

減損損失および引当金戻入額控除後の計上額（E）=（A）+（B）+（C）+（D） (1,637) (1,700)

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定

する減損した負債性金融商品の処分による実現利益／（損失）
- -

償却原価で測定する減損した負債性金融商品の実現利益／（損失） 5 4

非減損貸出金および貸倒債権に係る損失 (212) (247)

償却された貸出金および債権の回収額 137 237

償却原価で認識 137 237

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて認識 - -

条件緩和債権の割引 (38) (9)

融資コミットメントに係る損失 (1) (1)

その他の損失 (58) (35)

その他の利益 26 5

リスク費用 (1,777) (1,746)
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4.10　その他の資産に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

事業に供された有形固定資産および無形資産 96 17

処分に係る利益 128 27

処分に係る損失 (32) (10)

連結された株式投資の処分に係る利益または損失 3 4

処分に係る利益 8 7

処分に係る損失 (5) (3)

結合に係る純利益（費用） (15) (6)

その他の資産に係る純利益／（損失） 85 15

 

4.11　法人所得税

 

税金費用

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

当期発生税金費用 (1,568) (1,170)

繰延税金費用 (632) (637)

税金費用合計 (2,200) (1,806)

 

理論上の税率と実効税率の調整

2023年12月31日現在

（百万ユーロ） 課税基準額 税率 税金

税金、のれんの減損、非継続事業および持分法適用会社の純利益持

分控除前利益
9,347 25.83 ％ (2,414)

永久差異の影響  (1.73)％ 162

在外子会社に対する異なる税率の影響  1.11 ％ (104)

当年度の損失、繰越欠損金の利用および一時差異による影響  0.30 ％ (28)

税率引下げの影響  (0.07)％ 7

その他の項目の影響  (1.89)％ 177

実効税率および税金費用  23.55 ％ (2,200)

 

理論上の税率は、2023年12月31日現在のフランスにおける課税所得に対して適用される標準税率（追加の

社会保障費を含む。）である。

 

2022年12月31日現在

（百万ユーロ） 課税基準額 税率 税金

税金、のれんの減損、非継続事業および持分法適用会社の純利益持

分控除前利益
7,500 25.83 ％ (1,937)

永久差異の影響  (2.92)％ 219

在外子会社に対する異なる税率の影響  0.51 ％ (38)

当年度の損失、繰越欠損金の利用および一時差異による影響  (0.13)％ 10

税率引下げの影響  1.49 ％ (112)

その他の項目の影響  (0.69)％ 52

実効税率および税金費用  24.09 ％ (1,806)

 

理論上の税率は、2022年12月31日現在のフランスにおける課税所得に対して適用される標準税率（追加の

社会保障費を含む。）である。

 

4.11.1　第2の柱－GloBE（グローバル税源浸食防止）

OECDは、大規模多国籍企業（MNEs）が事業を行う各国の実効税率（ETR）が15％を下回った場合に「トップ

アップ税」を課すことを目的とした新たな国際課税規則を発表した。新規則の目的は、税率に基づく国家間

の競争に対処することである。
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この規則は、各国で国内法制化される必要がある。

2022年度末にEU内で採択された欧州指令（現在、加盟国の国内法制化が進められている。）は、2024年事

業年度をEUにおけるGloBE規則適用初年度と規定している。現段階では、当初の計算に基づくと当行グループ

の見積額はわずかであるが、当行グループ内で開始された評価作業は継続中である。これは、当行グループ

の2024年度の財務諸表において、GloBEのトップアップ税を認識しなければならない可能性があることを示唆

している。

 

4.12　その他の包括利益／（損失）の変動

 

下表は、当期中に認識された収益および費用の内訳を示したものである。

 

その他の包括利益／（損失）合計の内訳

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）（税引後）  

為替換算調整勘定に係る利益／（損失） (376) 182

当期再評価差額金 (376) 182

損益への振替 - -

その他の変動 - -

純損益に組替えられる可能性のある負債性金融商品に係るその他の包括利

益／（損失）
9,885 (40,384)

当期再評価差額金 9,248 (40,472)

損益への振替 637 88

その他の変動 - -

ヘッジ手段のデリバティブ商品に係る利益／（損失） 1,025 (2,865)

当期再評価差額金 1,022 (2,865)

損益への振替 3 -

その他の変動 - -

純損益に組替えられるその他の包括利益に認識される保険金融収益または保

険金融費用
(9,471) 37,448

純損益に組替えられるその他の包括利益に認識される、保有している再保険

契約に係る保険金融収益または保険金融費用
27 (247)

持分法適用会社の純損益に組替えられる可能性のある税引前その他の包括利

益／（損失）
(73) 47

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）に係る法人

所得税（持分法適用会社を除く。）
(380) 1,551

持分法適用会社の純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／

（損失）に係る法人所得税
- -

非継続事業からの純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／

（損失）
- 26

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益／（損失）（税引後） 637 (4,242)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損失）（税引後）   

退職給付に係る数理計算上の差益／（差損） (139) 325

自社の信用リスクの変動に起因する金融負債に係るその他の包括利益／（損

失）
(263) 793

当期再評価差額金 (259) 787

準備金への振替 (4) 6

その他の変動 - -

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係るその他の包括利益／

（損失）
23 58

当期再評価差額金 70 (74)

準備金への振替 (47) 132

その他の変動 - -

純損益に組替えられることないその他の包括利益に直接認識される保険金融

収益または保険金融費用
(128) 1
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持分法適用会社の純損益に組替えられることのない税引前その他の包括利

益／（損失）
12 7

純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損失）に係る法人所

得税（持分法適用会社を除く。）
97 (290)

持分法適用会社の純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損

失）に係る法人所得税
(1) (3)

非継続事業からの純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損

失）
- -

純損益に組替えられることのないその他の包括利益／（損失）（税引後） (399) 891

その他の包括利益／（損失）（税引後） 238 (3,351)

うち、当行グループの持分 298 (3,298)

うち、非支配持分 (60) (53)
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注記5　セグメント情報

 

事業セグメントの定義

IFRS第8号によると、開示情報は、クレディ・アグリコル・エス・エーの管理、業績査定および特定の事業

セグメントに割り当てる資源に関する決定を行うために業務執行委員会が使用する内部報告に基づいてい

る。

内部報告によると、事業セグメントは、当行グループの事業部門によって構成されている。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの活動は、6つの事業セグメントに組織されてい

る。

・5つの事業部門

　・資産収集

　・大口顧客

　・専門金融サービス

　・フランス国内リテール・バンキング － LCL

　・国際リテール・バンキング

・上記に加え、「コーポレート・センター」

 

事業部門の概要

資産収集

この事業部門は、以下をまとめたものである。

・以下の3つの事業部門を通じて、クレディ・アグリコル・グループ事業体が生活のあらゆるステージで顧客

を支援し、フランス国内外におけるその損害保険および生命保険の需要のすべてをカバーするための保険

業務

　・貯蓄および退職年金

　・死亡および身体障害／所得補償／団体保険

・損害保険

・伝統的資産または実物資産に対するあらゆる種類のアクティブ運用およびパッシブ運用サービスを通じ

た、個人向け貯蓄ソリューションおよび欧州、アジアおよび南北アメリカの機関投資家向け投資および技

術ソリューションを提供するアムンディ・グループの資産運用業務。

・また、主にインドスエズ・ウェルス・マネジメントの子会社（CAインドスエズ（スウィッツァーランド）

エス・エー、CAインドスエズ・ウェルス（ユロップ）、CFMインドスエズ・ウェルスおよびCAインドスエ

ズ・ウェルス）が行う資産管理業務。

 

大口顧客

大口顧客部門には、2つの主要な事業部門から成りその大半をクレディ・アグリコル・CIBが行っている法

人営業および投資銀行業務と、CACEISによって行われた機関および発行体向け資産サービシング業務が含ま

れる。

・ファイナンス業務には、フランス国内外における法人営業およびストラクチャード・ファイナンスが含ま

れる。ストラクチャード・ファイナンスは、多くの場合、物的資産（航空機、船舶、オフィスビル、コモ

ディティ等）ならびに複合金融商品およびストラクチャード金融商品を担保とするオリジネーション、ス

トラクチャリングおよび金融投資取引で構成される。

・キャピタル・マーケットおよび投資銀行業務は、キャピタル・マーケット業務（資金調達、外国為替、金

利デリバティブ、債券市場）ならびに投資銀行業務（M&Aコンサルティングおよびプライマリー・エクイ

ティ助言）をまとめたものである。
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・機関投資家および発行体向け資産サービシング業務：CACEISバンクによる保管および預託サービス、

CACEISファンド・アドミニストレーションによるファンドの管理サービスおよびUptevia（旧CACEISコーポ

レート・トラスト
(1)

）による発行体向けサービス。

 

(1) 2023年1月1日に、フランスにおけるCACEISおよびBNPパリバの発行体向けサービスは両行が折半出資する新組織であ

るUpteviaに集約された。

 

専門金融サービス

専門金融サービスは、当行グループ事業体から構成されており、フランス国内外の個人顧客、小規模企

業、法人、農家および地方自治体に対する金融商品およびサービスを提供している。これらは、以下のもの

である。

・フランスのクレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスに属している（ソフィンコならびに地

域銀行およびLCLを代理する消費者金融活動の管理）か、海外の子会社またはパートナーシップ（アゴス、

クレディトプラス・バンク、クレディボム、CACFスペイン、CAオート・バンク、GACソフィンコおよびワ

ファサラフ）を通じて保有されている消費者金融、自動車リースおよびモビリティに関するソリューショ

ンを提供する会社。

2023年4月、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスおよびステランティスは、リーシーズ

とFree2moveの統合による共同支配企業を設立し、CAオート・バンク（旧FCAバンク）を完全に買収した。

2023年8月、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、欧州諸国6ヶ国におけるALDおよび

LeasePlanの事業を取得した。

・ファクタリングおよびリース・ファイナンス等の会社に対する専門金融サービス（クレディ・アグリコ

ル・リーシング・アンド・ファクタリング・グループ、EFL）および特にエネルギーおよび地域ならびにエ

ネルギー転換の参加者である企業、地元当局および農家のための資金調達。

 

フランス国内リテール・バンキング － LCL

LCLは、都市部において確固たる地位を確立したフランス国内リテール・バンキング・ネットワークであ

る。個人顧客向けリテール･バンキング、小規模企業向けリテール・バンキング、プライベート・バンキング

および法人営業の4つの事業部門に分類される。

LCLは、資産運用商品、保険商品および資産管理商品と共に幅広い銀行商品およびサービスを提供してい

る。

 

国際リテール・バンキング

この事業部門は、主にリテール・バンキングに関連する海外子会社および株式投資を含む。

これらの子会社および株式投資は、主に欧州で行われ、その対象はイタリアのクレディ・アグリコル・イ

タリア、ポーランドのクレディ・アグリコル・ポルスカ、ならびにウクライナであり、地中海地域のクレ

ディ・アグリコル・エジプトおよびクレディ・デュ・マロックの15％の持分もその対象である。

海外の消費者金融、リースおよびファクタリングの子会社（CACF、クレディ・アグリコル・リーシング・

アンド・ファクタリングおよびポーランドのEFLの子会社等）は、国際リテール・バンキングの一部であるイ

タリアのCALITを除き、本セグメントに含まれておらず、｢専門金融サービス」セグメントに計上されてい

る。

 

コーポレート・センター

この事業部門は、以下の3つの業務を含む。
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・クレディ・アグリコル・エス・エーのコーポレート・センター機能、資産負債管理および子会社の買収ま

たは株式投資に関連する負債管理およびクレディ・アグリコル・エス・エーの連結納税の影響の純額を含

む。

・プライベート・エクイティ・ビジネスの業績およびその他のクレディ・アグリコル・エス・エーの会社

（特にCAイモビリエ、ユニ・メディア、フォンカリス、BforBank等を含む。）の業績

・IT・決済会社（CA-GIPおよびCAPS）および不動産会社を含むサービス会社の業績

この部門はグループ内取引に関連する技術的影響および変動的影響も含む。

最後に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、新たな事業部門であるクレディ・アグリコル・トランジ

シオン・エ・エネルジを有しており、これは以下に重点を置いている。

・現地の従事者らと協力して行う消費者直販のカーボンフリー電力の生産および供給ならびに投融資のオ

ファー支援

・顧客の省エネの実践を支援する、移行コンサルティングおよびソリューション

 

5.1　事業セグメント情報

 

事業部門間の取引は、通常の条件で行われている（アームスレングス・ルール）。

事業部門資産は、事業セグメントごとの貸借対照表の要素に基づいて決定される。

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融

サービス

フランス

国内

リテール・

バンキング

- LCL

国際

リテール・

バンキング

コーポ

レート・

センター
(1)

合計  

収益 6,688 7,779 3,597 3,850 3,949 (683) 25,180  

営業費用 (2,880) (4,819) (1,702) (2,441) (2,158) (141) (14,141) 

営業総利益 3,808 2,960 1,895 1,409 1,791 (824) 11,039  

リスク費用 (5) (120) (870) (301) (464) (17) (1,777) 

営業利益 3,803 2,840 1,025 1,108 1,327 (841) 9,262  

持分法適用会社の純利益持分 102 21 130 - 1 (57) 197  
その他の資産に係る純利益／(損

失)
(10) 2 71 21 4 (3) 85  

のれんの変動額 - - 11 - - (9) 2  

税引前利益 3,895 2,863 1,237 1,129 1,332 (910) 9,546  

法人所得税 (872) (690) (306) (256) (422) 346 (2,200) 

非継続事業からの純利益 1 - - - (3) (1) (3) 

当期純利益 3,024 2,173 931 873 906 (565) 7,343  

非支配持分 483 162 79 39 204 28 995  

当期純利益－当行グループの持分 2,541 2,011 852 834 702 (593) 6,348  
(1) クレディ・アグリコル・エス・エーのレベルでの保険業務の統合時における「内部マージン」に関連する影響は、

コーポレート・センター部門に認識された。保険契約の分配により発生した費用の調整の影響は、収益に-821百万

ユーロ、営業費用に＋821百万ユーロであった。

 
 2023年12月31日

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融

サービス

フランス

国内

リテール・

バンキング -

LCL

国際

リテール・

バンキング

コーポ

レート・

センター

合計

事業部門資産：        

うち、持分法適用会社に対する投

資
498 377 1,385 - - 339 2,599

うち、のれん 8,024 1,548 1,419 4,161 777 - 15,929

資産合計 612,140 1,188,424 153,211 207,050 94,517 (65,944) 2,189,398
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 2022年12月31日（修正再表示後）

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融

サービス

フランス

国内

リテール・

バンキング

- LCL

国際

リテール・

バンキング

コーポ

レート・

センター
(1)

合計  

収益 6,261 7,013 2,782 3,851 3,299 (715) 22,491  

営業費用 (2,798) (4,347) (1,477) (2,389) (2,105) (144) (13,260) 

営業総利益 3,463 2,666 1,305 1,462 1,194 (859) 9,231  

リスク費用 (17) (251) (533) (237) (699) (9) (1,746) 

営業利益 3,446 2,415 772 1,225 495 (868) 7,485  

持分法適用会社の純利益持分 88 15 308 - 2 (43) 371  
その他の資産に係る純利益／(損

失)
(2) (8) 2 16 7 - 15  

のれんの変動額 - - - - - - -  

税引前利益 3,532 2,422 1,083 1,241 504 (911) 7,871  

法人所得税 (941) (592) (222) (300) (66) 315 (1,806) 

非継続事業からの純利益 128 - - - (7) - 121  

当期純利益 2,719 1,830 861 941 431 (596) 6,186  

非支配持分 437 120 110 42 158 13 880  

当期純利益－当行グループの持分 2,282 1,712 751 898 273 (609) 5,306  
(1) クレディ・アグリコル・エス・エーのレベルでの保険業務の統合時における「内部マージン」に関連する影響は、

コーポレート・センター部門に認識された。保険契約の分配により発生した費用の調整の影響は、収益に-799百万

ユーロ、営業費用に＋799百万ユーロであった。

 
 2022年12月31日（修正再表示後）

（百万ユーロ）

資産収集 大口顧客
専門金融

サービス

フランス

国内

リテール・

バンキング -

LCL

国際

リテール・

バンキング

コーポ

レート・

センター

合計

事業部門資産：        

うち、持分法適用会社に対する投

資
443 322 3,139  9 388 4,300

うち、のれん 7,999 1,396 1,334 4,161 782 9 15,682

資産合計 569,026 1,098,792 101,023 209,642 94,688 64,914 2,138,086

 
 

5.2　地域別セグメント情報

 

事業部門資産および業績の地域別分析は、会計処理上、取引が計上されている地域に基づいている。

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

当期純利益

－当行グ

ループの持

分

うち、

収益

事業部門

資産

うち、

のれん

当期純利益

－当行グ

ループの持

分

うち、

収益

事業部門

資産

うち、

のれん

フランス（海外県・海外領

土を含む。）
2,419 11,581 1,699,993 9,911 2,278 10,934 1,727,649 9,894

イタリア 1,169 5,038 159,762 1,227 1,024 3,985 130,382 1,227

その他のEU諸国 836 3,591 98,645 3,382 951 3,193 97,375 3,183

上記以外の欧州諸国 554 1,802 36,177 862 29 1,720 34,132 804

北アメリカ 578 1,511 76,074 477 456 1,264 71,349 494

中央・南アメリカ 69 111 1,302 - (50) (16) 1,472 -

アフリカおよび中東 117 328 4,539 20 111 290 5,373 26

アジア太平洋（日本を除

く。）
456 888 34,111 30 395 853 30,213 32

日本 151 330 78,797 21 112 268 40,142 23

合計 6,348 25,180 2,189,398 15,929 5,306 22,491 2,138,086 15,682
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5.3　保険事業の特徴

 

保険事業からの収益

（百万ユーロ）
2023年12月31日

2022年12月31日

（修正再表示後）

保険収益 13,467 13,195

保険サービス費用 (10,932) (10,618)

保有している再保険契約に係る収益または費用 (75) 166

保険サービスによる損益 2,460 2,742

その他の業務に係る売上または収益 70 82

投資収益 7,521 7,349

投資費用 (885) (728)

減損および償却費の戻入控除後の投資の処分に係る利益／（損失） (526) (83)

純損益を通じて公正価値で測定する投資の公正価値の変動 5,763 (15,878)

投資に係る減損の変動 15 (39)

費用控除後の投資収益 11,887 (9,380)

保険金融収益または保険金融費用 (11,395) 8,348

保有している再保険契約に係る保険金融収益または保険金融費用 48 46

裁量権のある有配当性を伴わない投資契約の変動 (314) 672

金融純収益 227 (314)

その他当期営業利益（費用） (366) (292)

その他営業利益（費用） (2) (11)

営業利益 2,390 2,207

資金調達費用 (157) (187)

法人所得税 (490) (598)

非継続事業からの純利益 ‐ 123

連結純利益 1,742 1,545

非支配持分 (89) (76)

当期純利益－当行グループの持分 1,653 1,468

 

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1013/1736



保険契約および再保険契約

発行された保険契約および保有している再保険契約のポートフォリオの帳簿価額は、貸借対照表上のポジ

ション別に分類され、その構成要素別に詳述されており、下表に表示されている。

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

発行された保険契約 348,452 331,268

資産である発行した保険契約 - -

残存カバー - -

発生保険金 - -

保険獲得キャッシュ・フローに係る資産 - -

負債である発行した保険契約 348,452 331,268

残存カバー 337,273 319,881

発生保険金 11,179 11,387

保険獲得キャッシュ・フローに係る資産 - -

保有している再保険契約 (1,017) (885)

資産である保有している再保険契約 (1,093) (977)

残存カバー (375) (226)

発生保険金 (718) (751)

負債である保有している再保険契約 76 92

残存カバー 83 145

発生保険金 (7) (53)

裁量権のある有配当性を伴わない投資契約
(1) 3,189 3,239

(1) 裁量権のある有配当性を伴わない投資契約は、純損益を通じて公正価値で測定する負債に分類されている。

 

IFRS第17号の適用範囲に含まれる契約の期首残高から期末残高への調整は以下のとおりである。

これらの調整は、発行された保険契約および保有している再保険契約のそれぞれの正味帳簿価額が、

キャッシュ・フローならびに純損益およびOCIに認識された収益および費用により、期間中にどのように変動

したかを示している。

最初の調整表（負債の種類別）では、残存カバーに係る負債の変動および発生保険金に係る負債の変動を

別々に分析し、これらの変動を、損益計算書および当期純利益の項目ならびに株主持分に直接認識されたそ

の他の包括利益／(損失)計算書の項目と調整する。

2つ目の調整表（契約の測定要素別）では、PAAモデルを用いて測定されない契約について、将来キャッ

シュ・フローの現在価値の見積りの変動、非金融リスクの調整および契約上のサービス・マージンを別々に

分析する。
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発行された保険契約の帳簿価額の期首残高から期末残高への調整表（負債の種類別）
 2023年12月31日 2022年12月31日

 
残存カバーに係

る負債 発生保険金に係る負債

合計

残存カバーに係

る負債 発生保険金に係る負債

合計

（百万ユーロ）

損失要素

を除く

損失要

素

PAAを用

いて測

定され

ない

契約

PAAを用いて測

定される契約

損失要素

を除く

損失要

素

PAAを用

いて測定

されない

契約

PAAを用いて測

定される契約

将来

キャッ

シュ・

フロー

の現在

価値の

見積り

非金

融

リス

クの

リス

ク

調整

将来

キャッ

シュ・フ

ローの現

在価値の

見積り

非金融

リスク

のリス

ク

調整

発行された保険契約

の期首正味帳簿価額
319,790 91 6,338 4,916 133 331,268 365,373 98 6,976 4,575 118 377,140

資産である発行した

保険契約ポートフォ

リオの期首帳簿価額

- - - - - - (473) - 395 - - (78)

負債である発行した

保険契約ポートフォ

リオの期首帳簿価額

319,790 91 6,338 4,916 133 331,268 365,846 98 6,581 4,575 118 377,218

保険収益 (13,454)     (13,454) (13,190)     (13,190)

保険サービス費用 1,788 68 3,735 4,801 8 10,400 1,586 (7) 3,954 4,543 24 10,100

発生保険金（投資要

素を除く。）および

その他の発生した保

険サービス費用

- (41) 3,797 4,863 53 8,672 - (34) 4,025 4,602 53 8,646

保険獲得キャッ

シュ・フローの償却

費

1,788     1,788 1,586     1,586

発生保険金に係る負

債に関連する履行

キャッシュ・フロー

の変動

  (62) (62) (45) (169)   (71) (59) (29) (159)

不利な契約グループ

の損失および当該損

失の戻入

 109   - 109  27   - 27

保険サービス利益 (11,666) 68 3,735 4,801 8 (3,054) (11,604) (7) 3,954 4,543 24 (3,090)

保険金融収益または

保険金融費用
20,775 1 57 157 4 20,994 (45,440) 1 (3) (348) (8) (45,798)

純損益およびその他

の包括利益に認識さ

れた変動合計

9,109 69 3,792 4,958 12 17,940 (57,044) (6) 3,951 4,195 16 (48,888)

投資要素 (26,954)  26,954 -  - (22,420)  22,420 -  -

その他の変動 (64) 4 (5) (20) (1) (86) 373 (1) (123) 2 (1) 250

当期におけるキャッ

シュ・フロー
35,227  (31,504) (4,393) - (670) 33,508  (26,886) (3,856) - 2,766

発行された保険契約

に係る受取保険料
36,630     36,630 34,982     34,982

保険獲得キャッ

シュ・フロー
(1,403)   (13)  (1,416) (1,474)   (14)  (1,488)

発行された保険契約

に係る発生保険金お

よびその他の保険

サービス費用の支払

額（保険獲得キャッ

シュ・フローを除

く。投資要素を含

む。）

  (31,504) (4,380)  (35,884)   (26,886) (3,842)  (30,728)
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発行された保険契約

の期末正味帳簿価額
337,108 164 5,575 5,461 144 348,452 319,790 91 6,338 4,916 133 331,268

資産である発行した

保険契約ポートフォ

リオの期末帳簿価額

- - - - - - - - - - - -

負債である発行した

保険契約ポートフォ

リオの期末帳簿価額

337,108 164 5,575 5,461 144 348,452 319,790 91 6,338 4,916 133 331,268
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発行された保険契約の期首残高から期末残高への調整表（保険料配分アプローチを用いて測定されていない
契約の測定要素別。）

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービ

ス・

マージン

合計

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービス・

マージン

合計

発行された保険契約の期首正味

帳簿価額
298,690 3,522 23,597 325,809 346,632 3,340 22,140 372,112

資産である発行した保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
- - - - (1,011) 390 543 (78)

負債である発行した保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
298,690 3,522 23,597 325,809 347,643 2,950 21,597 372,190

将来のサービスに関連する変動 (4,302) (90) 4,496 104 (4,456) 561 3,919 24

契約上のサービス・マージンを

調整する見積りの変動
(1,731) (325) 2,056 - (1,751) 272 1,479 -

契約上のサービス・マージンを

調整しない見積りの変動
89 (3)  86 7 1  8

当期中に当初認識された契約の

影響
(2,660) 238 2,440 18 (2,712) 288 2,440 16

現在のサービスに関連する変動 83 (306) (2,549) (2,772) (123) (239) (2,527) (2,889)

サービスの移転を反映して純損

益に認識された契約上のサービ

ス・マージン

  (2,549) (2,549)   (2,527) (2,527)

将来のサービスまたは過去の

サービスに関連しない非金融リ

スクのリスク調整の変動

 (306)  (306)  (239)  (239)

実績調整額（非金融リスクのリ

スク調整額を除く。）
83   83 (123)   (123)

過去のサービスに関連する変動 (60) (2)  (62) (64) (6)  (70)

発生保険金に関連する履行

キャッシュ・フローの変動
(60) (2)  (62) (64) (6)  (70)

保険サービス利益 (4,279) (398) 1,947 (2,730) (4,643) 316 1,392 (2,935)

保険金融収益または保険金融費

用
20,726 43 64 20,833 (45,368) (135) 62 (45,441)

純損益およびその他の包括利益

に認識された変動合計
16,447 (355) 2,011 18,103 (50,011) 181 1,454 (48,376)

その他の変動 (60) (2) (3) (65) 244 1 3 248

当期におけるキャッシュ・フ

ロー
(1,486)   (1,486) 1,825   1,825

発行された保険契約に係る受取

保険料
30,862   30,862 29,595   29,595

保険獲得キャッシュ・フロー (845)   (845) (884)   (884)

発行された保険契約に係る発生

保険金およびその他の保険サー

ビス費用の支払額（保険獲得

キャッシュ・フローを除く。投

資要素を含む。）

(31,503)   (31,503) (26,886)   (26,886)

発行された保険契約の期末正味

帳簿価額
313,591 3,165 25,605 342,361 298,690 3,522 23,597 325,809

資産である発行した保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
- - - - - - - -

負債である発行した保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
313,591 3,165 25,605 342,361 298,690 3,522 23,597 325,809
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保有している再保険契約の帳簿価額の期首残高から期末残高への調整（資産の種類別）
 2023年12月31日 2022年12月31日

 
残存カバーに係

る資産
発生保険金に係る資産

合計

残存カバーに係

る資産
発生保険金に係る資産

合計

（百万ユーロ）

損失回

収を除

く

損失回

収

PAAを

用いて

測定さ

れない

契約

PAAを用いて測

定される契約

損失回

収を除

く

損失回

収

PAAを用

いて測

定され

ない契

約

PAAを用いて測定

される契約

将来

キャッ

シュ・

フロー

の現在

価値の

見積り

非金

融

リス

クの

リス

ク

調整

将来

キャッ

シュ・フ

ローの現

在価値の

見積り

非金融

リスク

のリス

ク

調整

保有している再保険契約の

期首正味帳簿価額
76 5 104 676 24 886 71 9 241 450 17 788

資産である保有している再

保険契約ポートフォリオの

期首帳簿価額

221 5 51 676 24 977 139 9 240 450 17 855

負債である保有している再

保険契約ポートフォリオの

期首帳簿価額

(145) - 53 - - (92) (68) - 1 - - (67)

支払保険料の配分 (621)     (621) (763)     (763)

再保険者から回収した金額 - (1) 203 350 (3) 549 1 (4) 364 555 8 924

当期中の発生保険金および

その他の費用に関して回収

した金額

- - 122 235 4 361 1 - 369 551 12 933

発生保険金の資産に関連す

る履行キャッシュ・フロー

の変動

  81 115 (7) 189   (5) 4 (4) (5)

潜在的に不利な契約に関連

する損失回収要素の変動
 (1)    (1)  (4)    (4)

保有している再保険契約の

発行者による債務不履行リ

スクの変動の影響

(2) - - - - (2) 2 - - - - 2

保有している再保険契約に

関連する収益または費用
(623) (1) 203 350 (3) (74) (760) (4) 364 555 8 163

保有している再保険契約に

関連する保険金融収益また

は保険金融費用

47 - 1 26 1 75 (167) - (6) (27) (1) (201)

純損益およびその他の包括

利益に認識された変動合計
(576) (1) 204 376 (2) 1 (927) (4) 358 528 7 (38)

投資要素 (6)  4 2  - (11)  9 2  -

その他の変動 31 (1) 44 115 1 190 71 - (119) (98) - (146)

当期におけるキャッシュ・

フロー
764  (321) (502) - (59) 872  (385) (206) - 281

保有している再保険契約に

係る支払保険料
764     764 872     872

再保険者から回収した金額

（投資要素を含む。）
  (321) (502)  (823)   (385) (206)  (591)

保有している再保険契約の

期末正味帳簿価額
289 3 35 667 23 1,017 76 5 104 676 24 885

資産である保有している再

保険契約ポートフォリオの

期末帳簿価額

372 3 28 667 23 1,093 221 5 51 676 24 977

負債である保有している再

保険契約ポートフォリオの

期末帳簿価額

(83) - 7 - - (76) (145) - 53 - - (92)
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保有している再保険契約の帳簿価額の期首残高から期末残高への調整（保険料配分アプローチを用いて測定
されていない契約の測定要素別。）

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービ

ス・

マージン

合計

将来キャッ

シュ・フロー

の現在価値の

見積り

非金融リ

スクのリ

スク調整

契約上の

サービ

ス・

マージン

合計

保有している再保険契約の期首正味帳

簿価額
(226) 103 251 128 (46) 124 238 316

資産である保有している再保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
75 46 99 220 49 122 212 383

負債である保有している再保険契約

ポートフォリオの期首帳簿価額
(301) 57 152 (92) (95) 2 26 (67)

将来のサービスに関連する変動 (101) 15 86 - (49) 22 27 -

契約上のサービス・マージンを調整す

る見積りの変動
(90) 11 79 - (25) 19 6 -

契約上のサービス・マージンを調整し

ない見積りの変動
- -  - - -  -

契約上のサービス・マージンを調整す

る潜在的に不利な契約の損失回収要素

における増加額

  - -   - -

当期中に当初認識された契約の影響 (11) 4 7 - (24) 3 21 -

現在のサービスに関連する変動 (4) (15) (130) (149) (4) (18) (26) (48)

受取サービスを反映して純損益に認識

された契約上のサービス・マージン
  (130) (130)   (26) (26)

支払保険料の配分から除外された損失

回収要素の戻入
  - -   - -

将来のサービスまたは過去のサービス

に関連しない非金融リスクのリスク調

整の変動

 (15)  (15)  (18)  (18)

実績調整額（非金融リスクのリスク調

整額を除く。）
(4)   (4) (4)   (4)

過去のサービスに関連する変動 81 -  81 (5) -  (5)

発生保険金に関連する履行キャッ

シュ・フローの変動
81 -  81 (5) -  (5)

保有している再保険契約の発行者によ

る債務不履行リスクの変動の影響
(2)   (2) 2   2

保有している再保険契約に関連する収

益または費用
(26) - (44) (70) (56) 4 1 (51)

保有している再保険契約に関連する保

険金融収益または保険金融費用
33 6 10 49 (160) (23) 10 (173)

純損益およびその他の包括利益に認識

された変動合計
7 6 (34) (21) (216) (19) 11 (224)

その他の変動 97 2 (4) 95 (49) (2) 2 (49)

当期におけるキャッシュ・フロー (71)   (71) 85   85

保有している再保険契約に係る受取保

険料
250   250 466   466

再保険者から回収した金額（投資要素

を含む。）
(321)   (321) (381)   (381)

保有している再保険契約の期末正味帳

簿価額
(193) 111 213 131 (226) 103 251 128

資産である保有している再保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
80 53 74 207 75 46 99 220

負債である保有している再保険契約

ポートフォリオの期末帳簿価額
(273) 58 139 (76) (301) 57 152 (92)
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当期中に当初認識された契約の影響

当期中に当初認識された、発行された保険契約および保有している再保険契約（PAAモデルを用いて測定さ

れない契約については）の貸借対照表に対する影響は下表に表示されている。

 

 2023年12月31日

 保険契約 再保険契約

（百万ユーロ）

発行された契約 獲得した契約

合計
加入した

契約

獲得した

契約
合計不利でな

い契約

不利な

契約

不利でな

い契約

不利な

契約

将来キャッシュ・インフローの現

在価値の見積り
(26,229) (1,590) - - (27,819) (13) - (13)

将来キャッシュ・アウトフローの

現在価値の見積り
23,563 1,596 - - 25,159 24 - 24

保険獲得キャッシュ・フロー 824 225 - - 1,049    

保険金およびその他の直接帰属

する費用
22,739 1,371 - - 24,110    

非金融リスクのリスク調整 226 12 - - 238 (4) - (4)

契約上のサービス・マージン 2,440  -  2,440 (7) - (7)

当期中に当初認識された契約の影

響
- 18 - - 18 - - -

 

 2022年12月31日

 保険契約 再保険契約

（百万ユーロ）

発行された契約 獲得した契約

合計
加入した

契約

獲得した

契約
合計不利でな

い契約

不利な

契約

不利でな

い契約

不利な

契約

将来キャッシュ・インフローの現

在価値の見積り
(28,206) (468) - - (28,674) (15) - (15)

将来キャッシュ・アウトフローの

現在価値の見積り
25,486 476 - - 25,962 39 - 39

保険獲得キャッシュ・フロー 1,107 53 - - 1,160    

保険金およびその他の直接帰属

する費用
24,379 423 - - 24,802    

非金融リスクのリスク調整 280 8 - - 288 (3) - (3)

契約上のサービス・マージン 2,440  -  2,440 (21) - (21)

当期中に当初認識された契約の影

響
- 16 - - 16 - - -

 

報告期間末における、残存する契約上のサービス・マージンの純利益への認識の見積り

報告期間末における、残存する契約上のサービス・マージンの利益への認識の見積りの内訳は、下表に表

示されている。

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ） 5年以内 5年超10年以内 10年超 合計

契約上のサービス・マージン－発行された保険契

約
8,722 5,672 11,211 25,605

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ） 5年以内 5年超10年以内 10年超 合計

契約上のサービス・マージン－発行された保険契

約
8,224 6,104 9,269 23,597
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保険契約－移行期の金額

IFRS第17号の移行規定においては、IFRS第17号の適用による会計方針の変更は、実務上可能な場合は、移

行日に完全遡及アプローチを用いて適用しなければならない。完全遡及アプローチに基づき、当行グループ

は、移行日（2022年1月1日）に以下を行わなければならない。

・IFRS第17号をこれまで適用していたかのように、各保険契約グループを識別し、認識し、測定するこ

と。

・IFRS第17号をこれまで適用していたかのように、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産（もしあれ

ば）を識別し、認識し、測定すること（ただし、移行日以前の回収可能性の評価を行うことは要求され

ない。）。

・IFRS第17号をこれまで適用していたならば存在しなかったであろう残高の認識を中止すること。

・結果として生じる正味差異を株主持分に計上すること。

保険契約グループまたは保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の測定において、同基準の遡及適用が実

務上不可能な場合に限り、当行グループは、同基準の移行規定に定められる2つの代替アプローチ（修正遡及

アプローチまたは公正価値アプローチ）のいずれかを選択できる。

移行日である2022年1月1日に、当行グループは、直近の損害保険契約（PAAモデルに従って測定）およびク

レディ・アグリコル・アシュランス・ルトレット（年金保険）一般基金の年金保険契約の測定に、完全遡及

アプローチを適用した。

当行グループは、移行日現在において認識する保険契約グループの測定に、修正遡及アプローチを使用し

た。当行グループは、公正価値アプローチは使用していない。当行グループは、同基準の完全遡及適用に必

要なすべての情報（収集されたデータのみならず、過去の会計期間になされた仮定や見積り）を入手できな

いために、関連する契約グループについて完全遡及アプローチの適用が実務上不可能であると判断した。

修正遡及アプローチ（MRA）は、過度なコストや労力をかけずに入手可能な合理的かつ裏付け可能な情報を

用いて、可能な範囲で完全遡及適用に最も近い結果を達成することを目的としている。

そのため、このアプローチは、いくつかの領域における修正を含んでいる。これらの修正は、完全遡及ア

プローチを適用するために必要な合理的かつ裏付け可能な情報を入手できない場合に限り使用することがで

きる。

当行グループが移行日現在の一部の契約グループの測定に使用した修正遡及アプローチに対する主な変更

点は、以下のとおりである。

・保険契約グループの識別、およびどの契約が直接連動有配当保険契約に該当するかの判断を、移行日現

在の入手可能な情報に基づき行うこと。

・グループを、発行時点が1年超離れた保険契約を含まないグループにするという規定を適用しないこと。

・移行日現在の直接連動有配当保険契約以外の保険契約グループのCSM（または損失要素（もしあれば））

については、特に以下のとおり決定すること。

・当初認識日の将来キャッシュ・フローの見積りは、移行日における将来キャッシュ・フローの金額

を、当初認識日から移行日までの間に発生したことが判明しているキャッシュ・フローで調整した金

額とする。

・当初認識日に適用される割引率は、移行日におけるグループ内の契約の平均年数に対応して見積もっ

たイールド・カーブを用いて決定する。

・当初認識日における非金融リスクに係る調整は、移行日における非金融リスクに係る調整に予想され

る移行日前のリスク解放額を調整して決定する。

・上記で決定した当初認識日における割引率を、CSMに係る利息計上に使用する。

・移行日前のサービスの移転により純損益に認識するCSMの金額は、当該日における残存カバー単位を移

行日前の契約グループに基づいて提供されたカバー単位と比較して決定する。

・移行日現在の直接連動有配当保険契約グループのCSM（または損失要素（もしあれば））については、当

該契約グループに基づいて提供されるすべてのサービスについてのCSMの合計の代理数値（移行日現在の
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基礎となる項目の公正価値から履行キャッシュ・フローを控除し、当該日より前に保険契約者に請求し

た金額、当該日より前に支払った金額のうち基礎となる項目に基づいて変動しなかったであろう金額、

当該日より前のリスクからの解放により生じた非金融リスクに係るリスク調整の変動、および移行日よ

り前に発生した保険獲得キャッシュ・フローのうちグループに配分した金額を調整後）を計算し、当該

金額から当該日より前に提供されたサービスに関連するCSMの金額を控除して決定する。

・OCIオプションを適用する場合には、移行日現在の株主持分に認識する保険金融収益または保険金融費用

の累積額を、以下のとおり決定する。

・直接連動有配当保険契約以外の保険契約グループについては、上記で決定した当初認識日における割

引率を使用するか、またはゼロとみなす。

・企業が基礎となる項目を保有する直接連動有配当保険契約については、基礎となる項目について株主

持分に計上された累積額と同額とみなす。

移行日において、当行グループは、保険獲得キャッシュ・フローに係る資産の識別および測定に、修正遡

及アプローチも公正価値に基づくアプローチも適用しなかった。

 

契約上のサービス・マージンの期首から期末残高への調整－発行した保険契約

移行日に使用された測定アプローチによる発行した保険契約の契約上のサービス・マージンの期首から期

末残高への調整は、下表に示されている。

 

 2023年12月31日

 

移行日に認識された保険契約

移行日後に

認識された

保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

保険契約

期首における契約上のサービス・マージン 856 20,456 - 2,285 23,597

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

856 20,456 - 2,285 23,597

将来のサービスに関連する変動 (313) 2,376 - 2,433 4,496

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
(313) 2,376 - (7) 2,056

当期において当初認識された契約の影響    2,440 2,440

当期中のサービスに関連する変動 (35) (2,197) - (317) (2,549)

サービスの移行を反映するために純損益に

認識された契約上のサービス・マージン
(35) (2,197) - (317) (2,549)

保険サービスの業績 (348) 179 - 2,116 1,947

保険金融収益または保険金融費用 - 55 - 9 64

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
(348) 234 - 2,125 2,011

その他の変動 - (4) - 1 (3)

期末における契約上のサービス・マージン 508 20,686 - 4,411 25,605

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

508 20,686 - 4,411 25,605

 

 2022年12月31日
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移行日に認識された保険契約

移行日後に

認識された

保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

保険契約

期首における契約上のサービス・マージン 771 21,369 - - 22,140

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

- 543 - - 543

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期首における契約上のサービス・

マージン

771 20,826 - - 21,597

将来のサービスに関連する変動 133 1,385 - 2,401 3,919

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
133 1,385 - (39) 1,479

当期において当初認識された契約の影響    2,440 2,440

当期中のサービスに関連する変動 (48) (2,358) - (121) (2,527)

サービスの移行を反映するために純損益に

認識された契約上のサービス・マージン
(48) (2,358) - (121) (2,527)

保険サービスの業績 85 (973) - 2,280 1,392

保険金融収益または保険金融費用 - 57 - 5 62

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
85 (916) - 2,285 1,454

その他の変動 - 2 - - 2

期末における契約上のサービス・マージン 856 20,456 - 2,285 23,597

資産である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

- - - - -

負債である発行した保険契約のポートフォ

リオの期末における契約上のサービス・

マージン

856 20,456 - 2,285 23,597

 

保険収益

移行日に使用された測定アプローチにおける（発行した保険契約に係る）保険収益の内訳は、本注記の

「保険収益」の表に示されている。

 

契約上のサービス・マージンの期首から期末残高への調整－保有している再保険契約

移行日に使用された測定アプローチにおける保有している再保険契約の契約上のサービス・マージンの期

首から期末残高への調整は、下表に示されている。

 

 2023年12月31日

 

移行日に認識された再保険契約

移行日後に

認識された

再保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

再保険契約

期首における契約上のサービス・マージン - 244 - 7 251

資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 94 - 5 99

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 150 - 2 152
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将来のサービスに関連する変動 - 78 - 8 86

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
- 78 - 1 79

契約上のサービス・マージンを調整する不

利な元受契約の損失回収要素における増加
- - - - -

当期において当初認識された契約の影響    7 7

当期中のサービスに関連する変動 - (125) - (5) (130)

受領したサービスを反映するために純損益

に認識された契約上のサービス・マージン
- (125) - (5) (130)

支払保険料の配分から除外された損失回収

要素の戻入
- - - - -

保有している再保険契約による収益または

費用
- (47) - 3 (44)

保有している再保険契約に関連する保険金

融収益または保険金融費用
- 10 - - 10

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
- (37) - 3 (34)

その他の変動 - (4) - - (4)

期末における契約上のサービス・マージン - 203 - 10 213

資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 66 - 8 74

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 137 - 2 139

 

 2022年12月31日

 

移行日に認識された再保険契約

移行日後に

認識された

再保険契約

合計

（百万ユーロ）

完全遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

修正遡及

アプローチが

適用された

再保険契約

公正価値

アプローチが

適用された

再保険契約

期首における契約上のサービス・マージン - 238 - - 238

資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 212 - - 212

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期首における契約上のサービ

ス・マージン

- 26 - - 26

将来のサービスに関連する変動 - 6 - 21 27

契約上のサービス・マージンを調整する見

積りにおける変動
- 6 - - 6

契約上のサービス・マージンを調整する不

利な元受契約の損失回収要素における増加
- - - - -

当期において当初認識された契約の影響    21 21

当期中のサービスに関連する変動 - (12) - (14) (26)

受領したサービスを反映するために純損益

に認識された契約上のサービス・マージン
- (12) - (14) (26)

支払保険料の配分から除外された損失回収

要素の戻入
- - - - -

保有している再保険契約による収益または

費用
- (6) - 7 1

保有している再保険契約に関連する保険金

融収益または保険金融費用
- 10 - - 10

純損益およびその他の包括利益に認識され

た変動の合計
- 4 - 7 11

その他の変動 - 3 - - 3

期末における契約上のサービス・マージン - 244 - 7 251
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資産である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 94 - 5 99

負債である保有している再保険契約のポー

トフォリオの期末における契約上のサービ

ス・マージン

- 150 - 2 152

 

FVOCIで測定する金融資産のOCIとして表示される累計額の調整

IFRS第17号への移行時において、当行グループは、一部の契約グループに修正遡及アプローチを適用する

ことにより、2022年1月1日現在OCIに認識される保険金融収益または保険金融費用の累計額を決定した。

これらの契約グループに関連する、OCIに認識されるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資

産の累計額の調整は、下表に示されている。

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

その他の包括利益に含まれる累計額の期首残高 (17,089) 9,640

当期中の変動 7,479 (26,729)

その他の包括利益に含まれる累計額の期末残高 (9,610) (17,089)

 

IFRS第17号の適用範囲に含まれる契約から生じるリスク

リスク管理は、当行グループの経済モデルの不可欠な一部である。当行グループは、その業務に関連する

リスクの特定、評価、統制および監督を目的としたリスク管理組織を構築し、実施している。当行グループ

は、当該組織に依拠することにより、保険契約者、顧客および債権者に対する義務を履行し、資本を効果的

に管理し、適用される法令を遵守することを目指している。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループにおける一般的なリスク管理の枠組みは、2023年度一括

登録書類「クレディ・アグリコル・エス・エーのリスク要因（CRÉDIT AGRICOLE S.A. RISK FACTORS）」およ

び「リスク管理（RISK MANAGEMENT）」に記載されている。

IFRS第17号の適用範囲に含まれる契約から生じるリスクに関して、これらの契約から生じる保険リスクお

よび財務リスクならびにこれらのリスク管理に関する情報を以下に記載する。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、保険契約および投資契約（注記1中の「会計方針およ

び会計原則」および上記の注記5.3の「保険契約および再保険契約」の項を参照。）を発行している。これら

の契約から生じる引受リスクおよび財務リスクの性質と程度は、個別の契約の特性によって決まる。リスク

は、関連する再保険契約により軽減されるリスクおよび保険負債の決済資金として保有される金融資産から

生じるリスクに関して、リスク管理の目的で評価される。特定の期間における利益および持分が財務リスク

に対して感応度がどの程度あるかは、それらが経済的にヘッジされたかまたは保険契約者によって負担され

た程度および当行グループが採用した会計方針に固有の会計上の差異の程度によって異なる。

当行グループの保険業務の多様さを考慮すると、当行グループはその様々な契約から生じる以下のリスク

にさらされている。

・引受リスク

・保険リスク（死亡リスク、罹患リスク、高齢化リスク、保険金の変動リスクなど。）

・費用リスク

・保険契約者の行動に関連するリスク（解約リスクを含む。）

・財務リスク

・以下の3種類のリスクを含む、市場リスク

－金利リスク

－価格リスク

－外国為替リスク

・信用リスク
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・流動性リスク

 

引受リスク

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・アシュランスは、フ

ランス国内外の子会社を通じて、貯蓄および退職年金、死亡および身体障害/所得補償/団体保険ならびに損

害保険業務を行っている。

保険業務により、当行グループは引受リスクにさらされている。

引受リスクには、以下が含まれる。

・保険リスク：保険契約者から当行グループに移転される財務リスク以外のリスクであって、不確実な将

来事象の補償ならびにその結果として生じる保険金請求の発生、金額および時期に関して内在する不確

実性から生じるもの。

・保険契約者の行動に関連するリスク：解約リスクを含む。

当行グループが実施する引受リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

当行グループの目的は、当行グループが発行する保険契約および再保険契約に関連する負債をカバーでき

る十分な資源を保有することである。リスク・エクスポージャーは、保険契約のポートフォリオの分散化に

よって軽減される。リスクの変動性は、引受対象のリスクがリスクの種類および給付水準の点で確実に分散

されることを目的とした引受戦略ガイドラインの厳格な選択および実施ならびに再保険による出再によって

も改善される。

貯蓄業務に関して当行グループがさらされる主な引受リスクは、解約リスクである。解約リスクは、たと

えば金利が急上昇する状況において顕在化する可能性がある。

本リスクの統制には、保険契約者の行動の監視の強化、保険契約者の維持を目的とした保険契約者の競争

力のある繰延利益分配方針、特に準備金の管理における慎重な財務政策および解約違約金の使用が必要であ

る。

解約率は、複数のレベルで監視される。

・解約率は、循環的な偏差を検知するために関連事業体により毎月監視される。

・市場における解約率と比較するために四半期ごとに監視される。

これらの業務により、当行グループは保険リスク、特に死亡リスク（保険契約者が予想より早く死亡する

リスク）にさらされている。実際、マルチサポート契約の一部には、保険契約者の死亡時に保険会社が受益

者に対して最低資本額（すなわち、最低保証）を支払うことの保証が含まれている。

当行グループが退職年金業務に関してさらされている保険リスクは、年金を受給する段階で生じる高齢化

リスク（保険契約者が予想より遅く死亡するリスク）である。

当行グループはまた、死亡および身体障害ならびに所得補償業務においても保険リスク（特に死亡、高齢

化、罹患、パンデミック、就労不能および障害）にさらされている。

保障されるリスク、引受条件（ターゲット顧客、免責）および価格基準（特に国内的統計もしくは国際的

統計または経験表から作成した統計表）を定めた引受方針が、この分野におけるリスクの統制に役立つ。

当行グループがその損害保険業務においてさらされる主なリスクは、保険金請求の頻度と程度に関する不

確実性である。これらのリスクは、保障されるリスクの性質およびリスクが引き受けられる地理的な位置に

影響される。これらの保険金請求は、高額となる大災害リスク（洪水、干ばつ、火災または嵐などの異常気

象および地震などのその他の自然災害を含む。）または個別事故の発生（以下「高額請求」という。）によ

り生じる場合がある。さらに、気候リスクの上昇により仮定が大幅に不確実になり、潜在的に予測よりも多

くの重大な保険金請求が引き起こされ、保険リスクに対する価格設定が不適切なものになるなどの可能性が

ある。

本リスクは、以下を通じて管理される。

・単一地域での分散化を進めさせる、適切な引受（および価格設定）方針。

・銀行ネットワークおよび財務パートナーを通じた引受方針の調整。
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・専属の保険金請求管理ユニットまたはフランス国内もしくは多国間組織により実施されるか、または地

域のサービス提供者に委任される保険金請求の管理方針。

・特に、重大インシデント（嵐、ひょうを伴う嵐、自然災害など）の発生に伴うリスクを軽減するための

再保険の利用。

保険負債は、専門家によって事業体レベルおよび当行グループのレベルで見積り、確認され監視され、請

求実績は特定の指標（特に、報告、決済または引き当てられた保険金と保険料の割合）を用いて追跡され

る。大災害リスクに関連する保険金請求および高額請求は、気象リスクに関する請求の予算および高額請求

に関する予算の消費を追跡することによって監視される。

最終的に、当行グループは、そのすべての業務について、費用のリスク、すなわち、（営業費用および代

理店に支払う手数料などの）契約の管理に関連する管理費が想定外に増加するリスクにさらされている。本

リスクは、予算編成および定期的な費用の評価を通じて管理されている。

当行グループの引受リスクに対するエクスポージャーの性質ならびにこれらのリスクの管理および評価に

用いられる目標、方針およびプロセスは、前期から変更されていない。

 

感応度分析

下表は、報告期間末における主な保険リスク変数（すなわち、死亡リスクおよび保険金の変動リスク）の

合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および資本への影響を示したものである。この分析は、他の変数が

すべて変わらないと仮定した場合の、保有する再保険契約によるリスク軽減前後の感応度を示している。実

際には、最終的な影響は変数の相関に大きく左右されるが、各変数の変動に関連する影響を実証するには、

変数を個別に変更する必要がある。

感応度は、死亡リスクが10％増加／減少し、保険金の変動が5％増加／減少するという仮定に基づいてい

る。

当期純利益および資本への影響は、繰延税金控除後の金額で表示されている。

 

（百万ユーロ）

 

2023年12月31日

CSMへの影響 純利益への影響 資本への影響

再保険総額
再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後

死亡
10％増加 (411) (448) 4 - 6 10

10％減少 414 468 (7) (3) (4) (10)

保険金の変動
5％増加   (210) (182) (202) (176)

5％減少   207 179 199 174

 

（百万ユーロ）

 

2022年12月31日

CSMへの影響 純利益への影響 資本への影響

再保険総額
再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後
再保険総額

再保険

控除後

死亡
10％増加 (273) (349) 11 1 (4) (34)

10％減少 306 380 (3) 3 12 41

保険金の変動
5％増加   (194) (165) (367) (313)

5％減少   190 161 359 306

 

市場リスク

市場リスクとは、市場価格（たとえば、金利、為替レート、株価）の変動が、保険契約および再保険契約

の履行キャッシュ・フローおよび金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローに影響を及ぼすリスク

である。これには、金利リスク、外国為替リスクおよび価格リスクの3つのリスクが含まれる。

本リスクは、金融商品の公正価値または関連する将来キャッシュ・フローの変動性および市場リスク変数

の変動による保険契約の履行キャッシュ・フローの変動性から生じる。
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市場リスクは、主に当行グループの資本性金融商品に対する投資、利付金融資産および利付金融負債なら

びに外貨建ての金融資産および金融負債から生じるが、これらのエクスポージャーの大部分は、保険契約お

よび再保険契約に対する同様のエクスポージャーによって相殺されている。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、主に金利リスクならびに株式および、いわゆる「分

散型」の資産の価格リスクにさらされている。同グループの外国為替リスクに対するエクスポージャーはわ

ずかである。

当行グループが実施する市場リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

市場リスク管理の目的は、市場リスクに対する利益を最適化しつつ、当該リスクに対するエクスポー

ジャーを許容範囲内に維持することである。

金融商品に関する市場リスクの管理方法については、2023年度一括登録書類「クレディ・アグリコル・エ

ス ・ エ ー の リ ス ク 要 因 （ CREDIT AGRICOLE S.A. RISK FACTORS ） 」 お よ び 「 リ ス ク 管 理 （ RISK

MANAGEMENT）」に記載されている。金融商品の帳簿価額および公正価値の測定に関する定性的情報について

は、上記の注記1中の「会計方針および会計原則」の「金融商品」の項に記載されている。金融商品の帳簿価

額に関する定量的情報については、上記の財務書類に対する注記5.3の「保険契約および再保険契約」の項に

記載されている。金融商品の公正価値に関する保険の定量的情報については、下記の財務書類に対する注記

11中の「公正価値で測定する金融商品に関する情報」に記載されている。

IFRS第17号の適用範囲に含まれる契約から生じる市場リスクに関して、市場リスクの種類ごとの情報を以

下に記載する。当行グループは、金融投資からのキャッシュ・フローと保険契約からのキャッシュ・フロー

を一致させつつ、長期的な投資利益率をリスク許容範囲内で最適化することを目的とした資産負債管理アプ

ローチの一環として、資産と負債の管理を行っている。直接連動有配当保険契約（主に当行グループの貯蓄

および退職年金事業に相当する）については、市場変数の変動による基礎となる項目の公正価値の変動が、

対応する保険契約の価値に反映されている。したがって、当行グループは主に、基礎となる項目の公正価値

に対するその持分の変動に関して市場リスクにさらされている。

当行グループの市場リスクに対するエクスポージャーの性質ならびに本リスクの管理および評価に用いら

れる目標、方針およびプロセスは、前期から変更されていない。

 

金利リスク

金利リスクとは、市場金利の変動により、金融商品の公正価値もしくは将来キャッシュ・フローまたは保

険契約もしくは再保険契約の履行キャッシュ・フローが変動するリスクである。

当行グループの金利リスクに対するエクスポージャーは、負債性金融商品およびすべての保険契約に関連

している。

当行グループの負債性金融商品に対するエクスポージャーは、本注記の「保険契約および再保険契約」の

項に記載されている。

当行グループの保険契約に対するエクスポージャーは、本注記の「保険契約および再保険契約」の項に記

載されている。

当行グループは、負債性金融商品への投資が、当該投資の裏付けとなる保険契約の価値に比べ、金利の変

動による影響を受けやすいことから生じる金利リスクにさらされている。

保険契約に関連する感応度は、以下の影響から生じる。

直接連動有配当保険契約以外の保険契約（主に死亡および身体障害、所得補償ならびに損害保険事業に対

応する）については、履行キャッシュ・フローは、報告期間末現在の実勢金利によって決まる割引率カーブ

を用いて割り引かれる。本リスクは主に、投資収益が保険からの金融収益または金融費用とどの程度一致す

るかに関係するものである。

直接連動有配当保険契約（主に貯蓄および退職年金事業に対応する）については、保険契約の価値の変動

は、原金融資産の価値の変動を反映している。本リスクは主に、原金融資産の公正価値における保険会社の

持分の変動に関係するものである。
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ユニット・リンク・コミットメントに関する金利リスクの大部分は保険契約者が負担する。一方、元本保

証型の保険契約については、保険契約者に支払われる最低保証利率により本リスクが高まる。

当行グループは、投資ポートフォリオの期間と保険契約の期間を一致させることを目的とした全般的な資

産負債管理手法の一環として金利リスクを管理している。この手法は、当行グループのリスク選好および地

域の規制上の制限を考慮しつつ、財務戦略、商業政策、会計上の考慮事項および業績という複数の側面を組

み合わせている。

この意味で、当行グループは、リスクの制限および関連するガバナンス（「資産負債管理委員会」、取締

役会へのストレス・シナリオの提示など）を含む金利リスク管理システムを確立した。

これらの制限は、取引相手先の特性に応じて調整される。

・ソブリンおよびそれに類する取引相手先については、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループ

は、債務の対GDP比率および国別の格付けを考慮する。

・金融機関および事業会社については、当行グループは、格付に基づいて制限を調整し、グループ発行体

アプローチを用いて補足する。

・クレディ・アグリコル・グループについては、エクスポージャーの慎重な測定には、償還が多発するこ

とによって生じる潜在的なキャリー・リスクを考慮するため、クレディ・アグリコル・ユニット・リン

ク債の割合が含まれる。

これらの制限に対する残高は毎月監視され、これらの制限を超えた場合に取るべき是正措置を適切なマネ

ジメント層に知らせることができる。

当行グループはまた、金利リスクをヘッジするためにデリバティブを利用している（金利が低下した場合

の再投資リスクを軽減するため、金利上昇、フロアおよびスワップをヘッジするキャップ）。

上述の負債性金融商品に対するエクスポージャーを統制する制限の集中度を考慮すると、当行グループに

は重大な金利リスクの集中はない。

 

感応度分析

下表は、報告期間末現在の金利の合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および資本への影響を示したも

のである。この分析は、他の変数がすべて変わらないと仮定した場合の保険契約および再保険契約ならびに

金融商品の評価への影響を示している。実際には、最終的な影響は変数の相関に大きく左右されるが、各変

数の変動に関連する影響を実証するには、変数を個別に変更する必要がある。

感応度は、金利が100ベーシス・ポイント上昇／低下するという仮定に基づいている。

保険契約および再保険契約に関して、感応度はCSMへの影響については「リスク中立的な」イールド・カー

ブに基づき、純利益および資本への影響については「実際的な」イールド・カーブに基づいている。

当期純利益および資本への影響は、繰延税金控除後の金額で表示されている。

 

（百万ユーロ）

 2023年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響
資本への影響

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの上昇

保険契約および再保険契約 (942) 2,100 10,635

金融投資  (2,192) (11,253)

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの低下

保険契約および再保険契約 173 (2,167) (10,845)

金融投資  2,192 11,380

 

（百万ユーロ）

 2022年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響
資本への影響

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの上昇

保険契約および再保険契約 (355) 1,865 9,931

金融投資  (1,851) (10,559)

リスクフリー・レートの100ベーシス・ポイ

ントの低下

保険契約および再保険契約 (956) (1,962) (10,273)

金融投資  1,940 10,876
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価格リスク

価格リスクとは、金融商品の公正価値もしくは将来キャッシュ・フローまたは保険契約もしくは再保険契

約の履行キャッシュ・フローが、市場価格の変動により変動するリスク（金利リスクまたは外国為替リスク

から生じるものを除く。）であり、かかる変動が当該商品もしくは契約またはその発行体に特有の要因によ

るものであるか、または市場で取引されている類似のすべての金融商品もしくは類似のすべての契約に影響

を及ぼす要因によるものであるかを問わない。

当行グループの価格リスクに対するエクスポージャーは、市場価格の変動により価値が変動する金融資産

および金融負債（すなわち、公正価値で測定される金融資産および直接連動有配当保険契約）に関するもの

である。

当行グループの（純損益またはその他の包括利益を通じて）公正価値で測定される資本性金融商品および

負債性金融商品に対するエクスポージャーは、財務書類に対する本注記の「保険契約および再保険契約」の

項に記載されている。

グループ事業体は、資産ポートフォリオを分散し、長期的にこれらの市場で見込まれる収益を得るため

に、株式またはその他のいわゆる「分散型」の金融資産（プライベート・エクイティならびに上場または非

上場の仕組商品、不動産およびヘッジファンド）を保有する可能性がある。保険契約に関しては、当行グ

ループは、直接連動有配当保険契約（主に貯蓄および退職年金事業に対応する）に関してのみ、原金融資産

の公正価値における保険会社の持分の変動に影響を与え得るため、これらの資産の価格変動から生じるリス

クにさらされている。しかし、ユニット・リンク・コミットメント（2023年12月31日現在、94,362百万ユー

ロ）に関しては、本リスクは、その大部分が保険契約者に移転されるため、大幅に軽減される。

本リスクの統制のため、資産配分を研究し、これらの株式および分散型の資産の割合の上限ならびに価格

変動の最大水準を決定する。

分散投資については世界的に、各資産クラス（株式、不動産、プライベート・エクイティおよび仕組商

品、ヘッジファンド）については個別に限度が設定されている。これらの限度の遵守状況は、毎月監視され

ている。

上述の株式および分散型の資産に対するエクスポージャーに係る制限の集中度により、当行グループには

重大な価格リスクの集中はない。

 

感応度分析

下表は、報告期間末における株価の合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および資本への影響を示した

ものである。この分析は、他の変数はすべて変わらないと仮定した場合の保険契約および再保険契約ならび

に金融商品の評価への影響を示している。実際には、最終的な影響は変数の相関に大きく左右されるが、各

変数の変動に関連する影響を実証するには、変数を個別に変更する必要がある。

以下の感応度は、株式リスクに関して、株価が10％上昇／低下すると仮定して計算された。

 

（百万ユーロ）

 2023年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響

株価の10％の上昇
保険契約および再保険契約 818 (4,700) (4,819)

金融投資  4,749 4,921

株価の10％の低下
保険契約および再保険契約 (864) 4,700 4,819

金融投資  (4,749) (4,921)

 

（百万ユーロ）

 2022年12月31日

 
CSMへの影響

純損益への影

響

資本への影

響
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株価の10％の上昇
保険契約および再保険契約 1,052 (5,913) (5,907)

金融商品  6,289 6,306

株価の10％の低下
保険契約および再保険契約 (1,077) 5,888 5,882

金融商品  (6,261) (6,278)

 

外国為替リスク

外国為替リスクとは、為替レートの変動により、金融商品の公正価値もしくは将来キャッシュ・フローま

たは保険契約もしくは再保険契約の履行キャッシュ・フローが変動するリスクである。

当行グループの外国為替リスクに対するエクスポージャーは、わずかである。

当行グループの取引のほとんどは、ユーロで行われている。

外国為替リスクに対するエクスポージャーは、一部には機能通貨がユーロでない連結会社から、また一部

には機能通貨以外の通貨で事業体が行う取引から生じる。グループ・レベルでは、かかる取引はわずかであ

る。さらに、当行グループの金融資産は、ほとんどがその保険負債と同じ通貨建てである。

このエクスポージャーは、当行グループと機能通貨が異なる子会社に対しても、またはかかる事業体の機

能通貨以外の通貨建ての金融商品および保険契約に対しても、外国為替リスクヘッジ戦略を適用して管理さ

れている。

クレディ・アグリコル・アシュランス・グループは、以下の2種類の外国為替リスクにさらされている。

・日本の子会社であるCAライフ・ジャパンにおいては円に対して、またポーランドの子会社であるCAジェ

チェにおいてはズウォティに対する、限定的な構造的エクスポージャー。関連する外国為替リスクは、

外貨建借入金（NIHヘッジ:海外事業に対する純投資のヘッジ）を用いて、これらの子会社の純資産およ

び純負債をヘッジすることにより管理されている。2023年12月31日現在、CAライフ・ジャパンのヘッジ

率は93％（ヘッジなしの純エクスポージャーは7.7百万ユーロ）であり、CAジェチェのヘッジ率は84％

（ヘッジなしの純エクスポージャーは4.4百万ユーロ）であった。

・金融資産および保険負債の通貨の不一致から生じる業務上のエクスポージャー。ユーロ建ての債務であ

るクレディ・アグリコル・アシュランス・グループのグローバル・ポートフォリオは、主としてユーロ

建ての金融商品に投資されている。しかし、リスク／リターンのトレードオフを最適化し、専用ファン

ドおよび利付ポジションを分散化するために、主要な地域間の予想成長や金利の差異から利益を得るこ

とを追求している。外国為替リスクヘッジ戦略は、資産クラスにかかわらず新興国通貨をヘッジしない

代わりに、先進国通貨をヘッジすることから成り、単一通貨、すなわち米ドルに対する限定的な戦術的

エクスポージャーを行っている。全体として、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループにおけ

る外国為替エクスポージャーは、ポートフォリオ全体に関連する市場価値制限、および新興国通貨およ

び米ドル向けの2種類のサブリミットにより制約されている。

当行グループの本リスクに対するエクスポージャーはわずかであることから、重大な外国為替リスクの集

中はない。

その結果、報告期間末における為替レートの合理的な範囲の変動による、CSM、純損益および株主持分への

重大な影響はない。

 

保険リスク－保険金請求手続

保険金請求の変遷（再保険総額）

実際の保険金支払額は、2023年12月31日現在の再保険総額ベースで、以下の保険金請求の手続において、

その割引前の事前の見積金額と比較される。

 

（百万ユーロ） 4年前 3年前 2年 1年前 当年度 合計

最終的な保険支払額の見積り（再保険総

額、割引前）
      

発生年度末時点 2,870 2,770 3,201 4,001 4,325  

1年後 2,889 2,755 3,254 4,118   
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2年後 2,935 2,760 3,222    

3年後 2,923 2,717     

4年後 2,904      

保険金請求総数に対する支払合計 2,507 2,281 2,626 3,019 2,023 12,456

発生保険金に係る負債（総額、割引前－発

生年度の4年前から当年度）
397 436 596 1,099 2,302 4,830

発生保険金に係る負債（総額、割引前－発

生年度の4年超前）
     1,496

割引の効果      (860)

非金融リスクに係るリスク調整の効果      144

発生保険金に係る負債（総額）      5,610

 

保険金請求の手続（再保険控除後）

実際の保険金支払額は、2023年12月31日現在の再保険控除後ベースで、以下の保険金請求の手続におい

て、その割引前の事前の見積金額と比較される。

 

（百万ユーロ） 4年前 3年前 2年前 1年前 当年度 合計

最終的な保険支払額の見積り（再保険控除

後、割引前）
      

発生年度末時点 2,695 2,620 3,062 3,517 4,239  

1年後 2,732 2,590 3,117 3,483   

2年後 2,769 2,588 3,088    

3年後 2,745 2,545     

4年後 2,729      

純保険金請求に対する支払合計 2,375 2,154 2,518 2,746 2,028 11,821

発生保険金に係る負債（純額、割引前－発

生年度の4年前から当年度）
354 391 570 737 2,211 4,263

発生保険金に係る負債（純額、割引前－発

生年度の4年超前）
     1,319

割引の効果      (791)

非金融リスクに係るリスク調整の効果      121

発生保険金に係る負債（純額）      4,912

 

当該基準の移行規定に基づき、当行グループはIFRS第17号の初度適用年度の年次報告期間末よりも5年超前

の発生保険金（すなわち、2019年よりも前に発生した保険金）の変遷に係る未報告の情報は開示していな

い。

 

信用リスク

信用リスクとは、金融商品、資産として発行され認識されている保険契約、または保有している再保険契

約の一方の当事者が義務を履行できなくなり、他方の当事者に財務的損失を被らせるリスクである。

当行グループについては、信用リスクは主に保有している再保険契約および負債性金融商品に対する投資

から生じる。

当行グループの信用リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

金融商品に関連する信用リスク管理の情報は、2023年度一括登録書類「クレディ・アグリコル・エス・

エーのリスク要因（CREDIT AGRICOLE S.A. RISK FACTORS）」および「リスク管理（RISK MANAGEMENT）」に

記載されている。予想信用損失の測定に関する定性的情報は、上記の注記1中の「会計方針および会計原則」

の「金融商品」の項に記載されている。損失の価値調整、信用リスクに対するエクスポージャーおよび信用

リスクの集中にかかる評価に関する保険の定量的情報は、本「信用リスク」に記載されている情報に含まれ

ている。

IFRS第17号の範囲に含まれる契約から生じる信用リスクに関して、発行された保険契約からの将来の受取

保険料に関する信用リスクは、保険契約者が保険料の支払義務を履行しない場合に当行グループは保険契約
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サービスを終了できることにより軽減される。その結果、これらの契約に関する信用リスクに対するエクス

ポージャーはわずかである。

したがって、信用リスクは主に保有している再保険契約（再保険者が債務不履行に陥り、その保険金の持

分を支払えなくなるリスク）に関するものである。

再保険会社からの回収可能額は、原保険契約の負債と整合するように、また再保険契約の条件と一致する

ように見積もられる（注記1中の「会計方針および会計原則」を参照。）。当行グループは、再保険プログラ

ムの加入により、保険契約者に対する元受の義務から解放されることはなく、したがって、再保険者が再保

険契約に基づく義務を履行できない可能性がある限り、出再した事業に関して信用リスクにさらされてい

る。

各事業体は、クレディ・アグリコル・アシュランス・グループ全体で標準化されたリスク管理原則を組み

込んだ独自の再保険方針を定めている。

再保険会社による債務不履行リスクの管理は、当行グループの内部基準に基づいている。

・第一に、最低限の財務健全性基準（A-）を満たす再保険会社と契約し、関係全体を通じてその順守を監

視する。

・（契約による）再保険者の分散に関する規則および（再保険者を監視する各事業体によって定められ

た）同一の再保険者への出再保険料の集中に対する制限に関する規則。当行グループは、再保険者ごと

に出再保険料全体の集中度を監視している。

・標準担保条項を通じて出再される引当金を確保するための措置。

さらに、再保険計画は、各事業体の取締役会により毎年見直される。

当行グループの信用リスクに対するエクスポージャーの性質ならびに本リスクの管理および評価に用いら

れる目標、方針およびプロセスは、前期から変更されていない。

（内部再保険を除く）再保険のカウンターパーティー・リスクの53％は、フランスの主要な自然災害補償

制度であり、自然大災害リスクの補償を提供する認可を受けた100％国有でAA格付の再保険者であるケス・セ

ントラル・ドゥ・レアシュランス（CCR）に集中している。2023年度末現在、CCR SAを除く上位5社の再保険

者は、コミットメントの25％を占めることになる。これらの再保険者の格付はAを上回っている。

 

信用リスクの最大エクスポージャー

発行された保険契約について、報告期間末現在の当行グループの信用リスクの最大エクスポージャーを最

も適切に表す金額は受取保険料であり、2023年12月31日現在2,237百万ユーロ（2022年12月31日現在は2,052

百万ユーロ）であった。

 

保有している再保険契約の信用の質

資産である保有している再保険契約の信用の質に関する情報は、下表に示されている。

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ） AAA AA+ AA AA- A+ A A- BBB+ BBB NR 合計

資産である保有してい

る再保険契約
- 36 435 407 151 46 4 - - 14 1,093

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ） AAA AA+ AA AA- A+ A A- BBB+ BBB NR 合計

資産である保有してい

る再保険契約
- 32 221 441 138 92 35 - 1 17 977

 

流動性リスク

流動性リスクとは、当行グループが、現金またはその他の金融資産の使用により決済される保険契約およ

び金融負債に関連する債務の履行が困難になるリスクである。
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IFRS第17号の適用範囲に含まれる保険契約から生じる流動性リスクに関して、これは、被保険者に対する

支払（特に貯蓄および退職年金、解約および死亡）、契約上の債務に関連する資金需要またはその他の

キャッシュ・アウトフローにより、満期時に当行グループが義務を履行できない可能性があるリスクであ

る。かかるアウトフローにより、保険および投資業務で利用可能な現金が尽きることになる。状況によって

は、流動性の逼迫により、資産の売却損失が起きる、または被保険者に対する債務の履行が不可能になる可

能性がある。当行グループが被保険者に対する債務を履行できない可能性があるリスクは、すべての保険事

業に内在しており、当行グループおよび市場全般に特有のあらゆる要因（信用事由、システミック・ショッ

クおよび自然災害を含むが、これらに限定されない。）による影響を受ける可能性がある。

当行グループが実施する流動性リスク管理の目標、方針およびプロセスは以下のとおりである。

流動性リスクの管理における当グループの目標は、通常時であるかストレス時であるかを問わず、許容で

きない損失を被ったり当行グループの評判を損なうリスクを負ったりすることもなく、満期時に債務を履行

するために十分な流動性を確保することである。

グループ事業体は、複数のアプローチを組み合わせて流動性管理を行っている。

一方で、投資先を選択する際には流動性が基準として考慮される。すなわち、大部分が規制市場に上場さ

れている有価証券のほか、流動性が低い不動産、プライベート・エクイティ、非投資適格債券、株式投資お

よびオルタナティブ資産の運用などの流動性の低い資産は制限される。

他方で、当行グループのレベルで標準化された流動性管理メカニズムは、資産負債管理一環として、異な

る期間（短期、中期、長期）に適応した指標を用いて事業体によって定められる。生命保険事業体の流動性

リスクは、以下の3つのメカニズムを用いて統制され構成されている。

・長期流動性:通常時およびストレス時（解約／死亡の多発）ともに資産の満期と負債の満期を一致させる

ための、ポートフォリオ上でランオフとして見積もられる年間キャッシュ・フロー・ギャップを監視し

制限する。

・中期流動性:「2年間の反応度率」として知られる指標の測定。これは、資本損失に関する影響を制限し

つつ、短期資産または変動金利資産を投入する能力を測定するものである。この指標は、解約が多発し

た場合にそれを吸収できるように、各事業体によって定められた最低基準と比較される。金利の急上昇

時に解約が多数に及ぶリスクに対処するため、クレディ・アグリコル・アシュランスでは流動性監視指

標も使用している。これは、1年間の範囲にわたって、40％の解約率によって発生する流動性所要額に対

するストレス流動資産の比率（割引の見積りを使用）を測定するものである。

・短期流動性:賞味インフローが不確実な場合、1週間および1ヶ月間の流動性の最低所要額を設定し、解約

状況を毎日監視する。クレディ・アグリコル・アシュランスは解約危機管理計画も有している。

市場が利用できない例外的な状況に備えた一時的な流動性管理メカニズムもテストされている（プレディ

カの準備金清算チャネルのテスト。有価証券はクレディ・アグリコル・エス・エーを通じてECBが関与する売

戻し条件付契約を付される可能性がある。）。

生命保険事業体は、有利な満期または一方で回避すべき満期（再利用時の金利リスクを伴う超過支払）を

特定するために、キャッシュ・ギャップを分析する。生命保険事業体は、ダッシュボード、反応度率および

流動性監視指標を通じて、自ら設定した基準と比較して月次の監視を実施する。また、ストレス時には極め

て頻繁に監視を行えるように、解約率およびユーロ・ファンドとユニット・リンク契約との裁定取引を定期

的に監視している。

損害保険事業体は、再保険計画を考慮しつつ、保険金請求率の増加に対応できる十分な流動性を維持して

いる。

金利が上昇すると、低金利環境で購入した負債性金融商品の価値が低下し、ポートフォリオに未実現損失

が発生する。解約率の予想外の上昇により、必要な引当てを行っていない事業体は、当該資産の価格が不利

な時に、義務を履行するための流動性を確保するために当該有期型投資を清算する必要が生じ、その結果、

当行グループに多額の売却損が生じる可能性がある。この状況を解消するため、クレディ・アグリコル・ア

シュランスは、流動性リスクを測定、監視し統制するメカニズム（引当金の維持を含む。）を導入した。ク
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レディ・アグリコル・アシュランスはまた、保有有価証券の満期ならびに利息および配当金の回収などによ

る重要なキャッシュ・インフロー源を有している。

当行グループの流動性リスクに対するエクスポージャーの性質ならびに本リスクの管理および評価に用い

られる目標、方針およびプロセスは、前期から変更されていない。

当行グループは、流動性リスクに関しては重大なリスクの集中はない。

 

契約上の満期別の金融資産および金融負債の内訳

下記の注記6.19「契約上の満期別の金融資産および金融負債の内訳」において、当行グループの金融資産

の満期スケジュールが示されており、また当該注記には保険の拠出金が含まれる。

また、注記6.19においては、保険の拠出金を含む当行グループの金融負債の予測満期スケジュールに関す

る情報も記載されている。

 

保険負債の満期の内訳

負債である保険契約および再保険契約について、将来キャッシュ・フローの現在価値の見積りに関する予

測満期スケジュール別の契約の内訳は下表のとおりである。

 

 2023年12月31日

（百万ユーロ）
1年以下

1年超

2年以下

2年超

3年以下

3年超

4年以下

4年超

5年以下
5年超 合計

負債である発行された保険契約 3,654 853 2,104 2,347 2,485 307,609 319,052

負債である保有している再保険契約 605 9 6 1 - (348) 273

保険負債および再保険負債合計 4,259 862 2,110 2,348 2,485 307,261 319,325

 

 2022年12月31日

（百万ユーロ）
1年以下

1年超

2年以下

2年超

3年以下

3年超

4年以下

4年超

5年以下
5年超 合計

負債である発行した保険契約 5,769 1,242 2,662 4,071 4,590 285,273 303,607

負債である保有している再保険契約 697 33 24 12 4 (469) 301

保険負債および再保険負債合計 6,466 1,275 2,686 4,083 4,594 284,804 303,908

 

この分析には、PAAモデルを用いて評価された契約に係る残存ヘッジ負債は含まれていない。

 

即時支払可能額

即時支払可能額および関連する契約の帳簿価額の内訳は下表のとおりである。

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 即時支払可能額 帳簿価額 即時支払可能額 帳簿価額

保険契約負債合計 294,405 348,452 283,668 331,268

 

即時支払可能額は、報告期間末における関係する契約の解約額（違約金の総額で示される）に対応する。

 

保険収益

期間中に認識された保険収益の内訳は下表のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

残存カバーに係る負債の変動 6,532 6,896

当期中に発生した保険サービス費用 3,677 4,099

非金融リスクのリスク調整の変動 308 243
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当期中の保険契約サービスの移転により純損益に認識された契約上の

サービス・マージン
2,549 2,527

その他の金額（受取保険料の実績調整額を含む。） (2) 27

保険料のうち保険獲得キャッシュ・フローの回収に係る部分の配分 1,224 1,002

PAAを適用して測定されない契約からの保険収益 7,756 7,898

PAAを適用して測定される契約からの保険収益 5,698 5,292

保険収益 13,454 13,190

うち、修正遡及アプローチが適用された保険契約 6,027 8,440

うち、公正価値アプローチが適用された保険契約 - -

 

保険金融収益または保険金融費用

下表は、期間中の保険金融収益または保険金融費用の合計額および純損益およびOCIに認識された投資収益

（純額）の内訳を示したものである。

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

直接連動有配当

保険契約

その他の契約

および自己資本 合計

直接連動有配当

保険契約

その他の契約

および自己資本 合計

資産に係る投資収益 19,782 1,959 21,741 (45,620) (4,031) (49,651)

純損益に認識された投資費用控除

後の投資収益（純額）
10,794 943 11,737 (8,915) (649) (9,564)

投資収益 6,677 526 7,203 6,515 585 7,100

投資費用 (742) (64) (806) (673) (30) (703)

減損の戻入および償却費の控除後

の投資の処分に係る利益／（損

失）

(516) - (516) (67) (14) (81)

純損益を通じて公正価値で測定さ

れた投資の公正価値の変動
5,365 476 5,841 (14,652) (1,189) (15,841)

投資に係る減損の変動 10 5 15 (38) (1) (39)

その他の包括利益に認識された投

資に係る利益／（損失）
8,988 1,016 10,004 (36,705) (3,382) (40,087)

純損益に組替えられるその他の包

括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品に係る利益／

（損失）

8,991 958 9,949 (36,705) (3,379) (40,084)

純損益に組替えられることのない

その他の包括利益を通じて公正価

値で測定する資本性金融商品に係

る利益／（損失）

(3) 58 55 - (3) (3)

保険金融収益または保険金融費用 (20,700) (219) (20,919) 45,178 419 45,597

純損益に認識された保険金融収益

または保険金融費用
(11,179) (168) (11,347) 8,328 66 8,394

純損益に認識された発行された保

険契約による保険金融収益または

保険金融費用

(11,179) (216) (11,395) 8,328 20 8,348

　割引率解消の影響 - (287) (287)  (66) (66)

　金利およびその他の財務上の仮

定の変更による影響
- (7) (7)  686 686

　直接連動有配当保険契約に係る

保険金融収益または保険金融費

用

(20,701) - (20,701) 45,178  45,178

　分解オプション 9,522 78 9,600 (36,850) (600) (37,450)

　リスク軽減オプションを適用し

て純損益に認識された金額
- - - -  -

　純損益に認識された発行された

保険契約の帳簿価額の変動に係

る為替換算差異

- - - - - -

純損益に認識された保有している

再保険契約による保険金融収益ま

たは保険金融費用

- 48 48  46 46
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　割引率解消の影響 - 46 46  10 10

　金利およびその他の財務上の仮

定の変更による影響
- 29 29  (211) (211)

　分解オプション - (27) (27)  247 247

　純損益に認識された保有してい

る再保険契約の帳簿価額の変動

に係る為替換算差異

- - -  - -

その他の包括利益に認識された保

険金融収益または保険金融費用
(9,521) (51) (9,572) 36,850 353 37,203

その他の包括利益に認識された発

行された保険契約による保険金融

収益または保険金融費用

(9,521) (78) (9,599) 36,850 600 37,450

　純損益に組替えられるその他の

包括利益に認識される保険金融

収益または保険金融費用

(9,393) (78) (9,471) 36,850 600 37,450

　純損益に組替えられることのな

いその他の包括利益に認識され

る保険金融収益または保険金融

費用

(128) - (128)    

その他の包括利益に認識された保

有している再保険契約による保険

金融収益または保険金融費用

- 27 27  (247) (247)

　その他の包括利益に認識され

る、保有している再保険契約に

係る保険金融収益または保険金

融費用

- 27 27  (247) (247)

裁量権のある有配当性を伴わない

投資契約の価値の変動
- (314) (314)  672 672

 

直接連動有配当保険契約の原金融資産の構成および公正価値は、下表のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

投資不動産 9,894 10,219

金融投資 273,925 258,452

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（ユニット・リンクを除

く。）
110,268 99,532

　売買目的保有金融資産 - -

　純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融資産 110,268 99,532

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 163,239 158,496

　純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価

値で測定する負債性金融商品
161,116 158,496

　純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値

で測定する資本性金融商品
2,123 -

償却原価で測定する金融資産 418 424

　顧客からの貸出金および債権 - -

　その他の貸出金および債権 418 424

　債務証券 - -

ユニット・リンク金融投資 92,878 80,134

デリバティブ商品および分離された組込デリバティブ 524 694

関連会社および共同支配企業に対する投資 - -

直接連動有配当保険契約の基礎となる項目合計 377,221 349,499
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注記6　貸借対照表に対する注記

 

6.1　現金および中央銀行預け金／預り金

2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 資産 負債 資産 負債

現金 1,519  1,580

中央銀行預け金／預り金 175,802 274 206,068 59

帳簿価額 177,320 274 207,648 59

 

6.2　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産および金融負債

 

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

売買目的保有金融資産 301,925 249,249

純損益を通じて公正価値で測定するその他の金融商品 221,647 197,223

資本性金融商品 42,200 46,093

「SPPI」テストの要件を満たさない負債性金融商品
(1) 82,139 69,191

純損益を通じて公正価値で測定するその他の負債性金融商品 2,945 -

資産担保ユニット・リンク契約 94,362 81,939

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 - -

帳簿価額 523,572 446,472

うち、貸付有価証券 7 214

(1) 2023年12月31日現在の投資信託70,568百万ユーロ（2022年12月31日現在は57,606百万ユーロ）を含む。

 

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

売買目的保有金融負債 267,860 238,700

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 90,077 53,939

帳簿価額 357,937 292,639

 

売買目的のデリバティブ商品に関する詳細、特に金利については、市場リスクに関する注記3.3に示されて

いる。

 

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債

発行体スプレッドにおける変動がその他の包括利益に認識され、組替えられることのない金融負債

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額

帳簿価額と契約

上満期日に支払

う必要がある金

額の差額

自社の信用リス

クの変動に起因

する公正価値の

変動累計額

自社の信用リス

クの変動に起因

する当期中の公

正価値の変動額

認識中止時の

実現額
(1)

預金および劣後債務 9,952 (101) - - -

預金 9,952 (101) - - -

劣後債務 - - - - -

債務証券 62,363 (2,928) (132) 259 4

その他の金融負債 - - - - -

合計 72,315 (3,030) (132) 259 4

(1) 認識中止時の実現額は利益剰余金に振替えられた。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額

帳簿価額と契約

上満期日に支払

う必要がある金

額の差額

自社の信用リス

クの変動に起因

する公正価値の

変動累計額

自社の信用リス

クの変動に起因

する当期中の公

正価値の変動額

認識中止時の

実現額
(1)
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預金および劣後債務 4,403 (445) - - -

預金 4,403 (445) - - -

劣後債務 - - - - -

債務証券 35,132 (2,614) (396) (787) (6)

その他の金融負債 - - - - -

合計 39,535 (3,059) (396) (787) (6)

(1) 認識中止時の実現額は利益剰余金に振替えられた。

 

IFRS第9号に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーは、自社の信用リスクの変動に起因する公正価値

の変動を、市況の変化に起因する価値の変動から切り離すことが可能なメソドロジーを用いて計算してい

る。

 

自社の信用リスクを計算する基準

自社の信用リスクの計算において考慮される要素は、発行体によって異なる。クレディ・アグリコル・エ

ス・エー内において使用される要素は、発行の種類に基づく市場での借換えコストの変動である。

 

自社の信用リスク調整における未実現損益（その他の包括利益に認識される）の計算

クレディ・アグリコル・エス・エーが選ぶ手法は、発行の流動性部分に基づく計算である。すべての発行

は単純な貸出／借入の繰り返しである。すべての発行の自社の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動

は、そのため、前述の貸出／借入の公正価値の変動に一致する。これらは、借換えコストの変動による貸

出／借入ポートフォリオの公正価値の変動と等しい。

 

自社の信用リスクにおける実現損益（利益剰余金に認識される）の計算

クレディ・アグリコル・エス・エーは、取引解消時の自社の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動

を利益剰余金に振替えることを選択した。したがって、全額または一部の早期償還がある場合、感応度に基

づく計算が行われる。かかる計算は、発行日から償還日の間のかかるスプレッドの変動を乗じた信用スプ

レッドの感応度の合計である、所与の発行における自社の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動の測

定からなる。

 

発行体スプレッドの変動が当期純利益に認識される金融負債

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額
帳簿価額と

満期償還額との差額

自社の信用リスクの

変動に起因する公正

価値の変動累計額

自社の信用リスクの

変動に起因する

当期中の

公正価値の変動額

預金および劣後債務 17,762 9,928 - -

預金 17,762 9,928 - -

劣後債務 - - - -

債務証券 - - - -

その他の金融負債 - - - -

合計 17,762 9,928 - -

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額
帳簿価額と

満期償還額との差額

自社の信用リスクの

変動に起因する公正

価値の変動累計額

自社の信用リスクの

変動に起因する

当期中の

公正価値の変動額

預金および劣後債務 14,404 11,503 - -

預金 14,404 11,503 - -

劣後債務 - - - -

債務証券 - - - -
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その他の金融負債 - - - -

合計 14,404 11,503 - -
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6.3　ヘッジ手段のデリバティブ商品

 

詳細は注記3.5「ヘッジ会計」に示されている。

 

6.4　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
209,352 2,205 (17,716)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品
6,124 1,184 (1,024)

合計 215,476 3,389 (18,740)

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて

公正価値で測定する負債性金融商品
206,093 705 (26,621)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品
2,767 553 (905)

合計 208,860 1,258 (27,526)

 
純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

政府短期証券および類似証券 66,897 935 (7,865)

債券およびその他の利付証券 142,454 1,270 (9,851)

債務証券合計 209,352 2,205 (17,716)

金融機関に対する貸出金および債権 - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - -

貸出金および債権合計 - - -

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する負債性金融商品合計
209,352 2,205 (17,716)

法人所得税  (573) 4,647

純損益に組替えられる可能性のある負債性金融商品に係るそ

の他の包括利益／（損失）（税引後）
 1,632 (13,069)

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

政府短期証券および類似証券 64,570 366 (11,071)

債券およびその他の利付証券 141,522 339 (15,550)

債務証券合計 206,093 705 (26,621)

金融機関に対する貸出金および債権 - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - -

貸出金および債権合計 - - -

純損益に組替えられる可能性のあるその他の包括利益を通じ

て公正価値で測定する負債性金融商品合計
206,093 705 (26,621)

法人所得税  (183) 6,992

純損益に組替えられる可能性のある負債性金融商品に係るそ

の他の包括利益／（損失）（税引後）
 522 (19,628)
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純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係るその他の包括利益／（損失）

（百万ユーロ）

2023年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

株式およびその他の持分証券 3,427 291 (156)

非連結持分投資 2,698 892 (868)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品合計
6,124 1,184 (1,024)

法人所得税  (83) 51

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品に係るその他の包括利益／

（損失）（税引後）

 1,101 (973)

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

帳簿価額 未実現利益 未実現損失

株式およびその他の持分証券 671 17 (99)

非連結持分投資 2,097 536 (806)

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品合計
2,767 553 (905)

法人所得税  (24) 8

純損益に組替えられることのないその他の包括利益を通じて公

正価値で測定する資本性金融商品に係るその他の包括利益／

（損失）（税引後）

 528 (897)

 
当期中に認識が中止された資本性金融商品

（百万ユーロ）

2023年12月31日

認識中止日に

おける

公正価値

実現利益

累計額
(1)

実現損失

累計額
(1)

株式およびその他の持分証券 914 98 (47)

非連結持分投資 137 6 (10)

資本性金融商品における投資合計 1,052 104 (57)

法人所得税  - -

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係

るその他の包括利益／（損失）（税引後）
 104 (57)

(1) 実現利益および損失は、当該金融商品の認識が中止された時点で利益剰余金に振替えられた。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

認識中止日に

おける

公正価値

実現利益

累計額
(1)

実現損失

累計額
(1)

株式およびその他の持分証券 5 2 (9)

非連結持分投資 77 7 (13)

資本性金融商品における投資合計 83 10 (22)

法人所得税  - -

純損益に組替えられることのない資本性金融商品に係

るその他の包括利益／（損失）（税引後）
 10 (22)

(1) 実現利益および損失は、当該金融商品の認識が中止された時点で利益剰余金に振替えられた。

 

6.5　償却原価で測定する金融資産

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

金融機関に対する貸出金および債権 554,928 567,512

顧客に対する貸出金および債権 516,281 488,571

債務証券 79,811 87,206

帳簿価額 1,151,020 1,143,290
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金融機関に対する貸出金および債権
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

金融機関   

貸出金および債権 124,649 107,927

うち、貸倒が懸念されない当座貸越
(1) 13,413 7,882

うち、貸倒が懸念されないコールローン
(1) 2,619 391

担保差入有価証券 - -

売戻し条件付買入有価証券 11,807 15,012

劣後ローン 173 503

その他の貸出金および債権 69 66

総額 136,698 123,508

減損 (432) (445)

金融機関に対する貸出金および債権純額 136,266 123,063

クレディ・アグリコル内部取引   

当座勘定 - 1

売戻し条件付買入有価証券 - 48

定期預金および貸付金 418,395 444,133

劣後ローン 267 267

クレディ・アグリコル内部取引合計 418,662 444,449

帳簿価額 554,928 567,512

(1) これらの取引の一部は、キャッシュ・フロー計算書における「金融機関に対する要求払預け金および預り金の残高

純額」の項目から構成されている。

 
顧客に対する貸出金および債権
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

顧客取引   

売掛債権 45,032 43,805

顧客に対するその他の貸出金 431,656 413,541

担保差入有価証券 - -

売戻し条件付買入有価証券 5,556 5,726

劣後ローン 43 55

保険債権 - -

再保険債権 - -

関係会社当座勘定への貸付 44 39

当座貸越 12,534 14,815

総額 494,865 477,981

減損 (8,960) (8,869)

顧客に対する貸出金および債権純額 485,906 469,112

ファイナンス・リース   

不動産リース 5,827 5,744

設備リース、オペレーティング・リースおよび類似の取引 25,154 14,185

総額 30,981 19,929

減損 (606) (470)

ファイナンス・リース取引純額 30,376 19,459

帳簿価額 516,281 488,571

 
債務証券
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

政府短期証券および類似証券 28,587 34,188

債券およびその他の利付証券 51,337 53,122

合計 79,924 87,310

減損 (114) (104)

帳簿価額 79,811 87,206

 

次へ
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6.6　認識中止されていない譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産
 
2023年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産お

よび関

連する

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その他

(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価

値

純額
(2)

 

売買目的

保有金融

資産

30,808 - 30,808 - 30,808  30,236 - 30,236 - 30,236  573  - - -

資本性金

融商品
2,636 - 2,636 - 2,636  2,512 - 2,512 - 2,512  123  - - -

債務証券 28,172 - 28,172 - 28,172  27,723 - 27,723 - 27,723  449  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

- - - - -  - - - - -  -  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 - - - - -  - - - - -  -  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

23,245 - 23,245 - 24,025  23,232 - 23,232 - 23,232  794  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 23,245 - 23,245 - 24,025  23,232 - 23,232 - 23,232  794  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

償却原価

で測定す

る金融資

産

17,129 15,657 1,289 183 17,129  10,960 9,725 1,235 - 10,854  6,276  - - -

債務証券 1,473 - 1,289 183 1,473  1,235 - 1,235 - 1,235  238  - - -

貸出金お

よび債権
15,657 15,657 - - 15,657  9,724 9,725 - - 9,618  6,038  - - -
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6.6　認識中止されていない譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産
 
2023年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産お

よび関

連する

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その他

(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価

値

純額
(2)

 

金融資産

合計
71,183 15,657 55,343 183 71,963  64,428 9,725 54,702 - 64,321  7,642  - - -

ファイナ

ン ス ・

リース

- - - - -  - - - - -  -  - - -

譲渡資産

合計
71,183 15,657 55,343 183 71,963  64,428 9,725 54,702 - 64,321  7,642  - - -

(1) 担保金を伴わない有価証券貸付を含む。

(2) 関連する負債の相手方が譲渡資産に対してのみ償還請求権を有する（IFRS第7号42D項(d)）場合。
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2022年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産お

よび関

連する

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価

値

純額
(2)

 

売買目的

保有金融

資産

14,501 - 14,501 - 14,501  14,497 - 14,497 - 14,497  4  - - -

資本性金

融商品
151 - 151 - 151  151 - 151 - 151  -  - - -

債務証券 14,350 - 14,350 - 14,350  14,346 - 14,346 - 14,346  4  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

その他の

金融商品

- - - - -  - - - - -  -  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 - - - - -  - - - - -  -  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

17,907 - 17,907 - 16,975  17,907 - 17,907 - 17,907  (932)  - - -

資本性金

融商品
- - - - -  - - - - -  -  - - -

債務証券 17,907 - 17,907 - 16,975  17,907 - 17,907 - 17,907  (932)  - - -

貸出金お

よび債権
- - - - -  - - - - -  -  - - -

償却原価

で測定す

る金融資

産

16,473 14,547 1,902 24 16,473  10,364 8,577 1,788 - 10,364  6,109  - - -

債務証券 1,926 - 1,902 24 1,926  1,788 - 1,788 - 1,788  139  - - -

貸出金お

よび債権
14,547 14,547 - - 14,547  8,576 8,577 - - 8,576  5,970  - - -

金融資産

合計
48,881 14,547 34,310 24 47,949  42,768 8,577 34,192 - 42,768  5,181  - - -
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2022年12月31日現在完全には認識を中止していない譲渡資産

（ 百 万

ユーロ）

譲渡したが、引き続き全体が資産認識されている譲渡資産

 事業体の継続的関

与の範囲内で

資産認識されてい

る譲渡資産

譲渡資産  関連する負債

 

資産お

よび関

連する

負債

 

譲渡

前の

資産

の当

初の

帳簿

価額

合計

引き

続き

認識

され

てい

る資

産の

帳簿

価額

(継続

的関

与)

関連

する

負債

の

帳簿

価額
帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

帳簿価額

うち、

証券化

(非連結

以外)

うち、売

戻し条件

付買入有

価証券

その

他
(1)

公正価値

(2)

 

公正価

値

純額
(2)

 

ファイナ

ン ス ・

リース

- - - - -  - - - - -  -  - - -

譲渡資産

合計
48,881 14,547 34,310 24 47,949  42,768 8,577 34,192 - 42,768  5,181  - - -

(1) 担保金を伴わない有価証券貸付を含む。

(2) 関連する負債の相手方が譲渡資産に対してのみ償還請求権を有する（IFRS第7号42D項(d)）場合。

 

次へ
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証券化

外部の投資家との連結証券化は、IFRS第7号の改訂における資産の移転である。当行グループには実質的

に、証券化ファンドに売却した資産から得たキャッシュ・フローを外部投資家に交付する間接的な契約義務

がある（ただし、これらの資産はファンドの連結を通じて当行グループの貸借対照表に計上されている）。

証券化ファンドに配賦される債権は、投資家のための担保として用いられている。

100％自己取得した連結証券化は、IFRS第7号における資産の移転を構成しない。

 

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスの証券化

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは欧州の小口消費者ローン

およびカーディーラー融資を26の連結ビークルを使用して証券化していた。クレディ・アグリコル・コン

シューマー・ファイナンス・グループ内で行われた証券化取引は、IFRSにおける連結除外取引を構成するも

のではないと判断しており、よって、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務諸表に引き続き計上さ

れている。

関連資産（関連負債控除後）の帳簿価額は2023年12月31日現在で7,475百万ユーロとなった。それらには、

特に、正味帳簿価額10,818百万ユーロの顧客向けローンが含まれている。市場で既に流通している有価証券

の価額は10,598百万ユーロであった。さらに発行可能な有価証券の価額は、12,848百万ユーロであった。

 

CAイタリアの証券化

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・イタリアは1つの住宅ローンの証券化ビークルを管理してい

た。この証券化取引は、IFRSにおける連結からの除外取引に当たるとはみなされず、よって、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの連結財務諸表に引き続き計上されている。

2023年12月31日現在の関連資産の帳簿価額は14,431百万ユーロであった。

 

6.7　償却原価で測定する金融負債
 
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

金融機関に対する債務 202,623 284,232

顧客に対する債務 834,998 825,607

債務証券 253,201 214,715

帳簿価額 1,290,822 1,324,553

 
金融機関に対する債務
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

金融機関   

預金および借入金 85,652 137,595

うち、当座預金
(1) 18,552 17,579

うち、コールマネー
(1) 6,191 684

担保受入有価証券 - -

買戻し条件付売却有価証券 27,307 21,436

合計 112,960 159,031

クレディ・アグリコル内部取引   

当座預金 25,756 42,210

定期預金および貸付金 63,907 82,943

買戻し条件付売却有価証券 - 48

合計 89,663 125,201

帳簿価額 202,623 284,232

(1) これらの取引の一部は、キャッシュ・フロー計算書における「金融機関に対する要求払預け金および預り金の残高

純額」の項目から構成されている。

 

顧客に対する債務
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（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

当座預金 278,982 308,492

特別貯蓄預金 367,474 365,033

顧客に対するその他の債務 185,641 150,032

買戻し条件付売却有価証券 2,901 2,049

帳簿価額 834,998 825,607

 
債務証券
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

利付債券 - -

銀行間証券 5,812 5,906

譲渡性債務証券 109,781 104,558

債券 131,635 101,736

その他の債務証券 5,972 2,515

帳簿価額 253,201 214,715

 

「債務証券」の項目に含まれる「グリーン・ボンド」の発行総額は、2023年12月31日現在9.1十億ユーロで

あった。

クレディ・アグリコル・エス・エーにより発行され、クレディ・アグリコル・エス・エーの保険会社が保

有する債務証券からは、元本保証の保険商品に関するものが控除され、保険契約者が金融リスクをすべて負

うユニット・リンク契約も控除された。

 

非上位優先債券の発行

2016年12月9日付の透明性、腐敗撲滅および経済の近代化に関する法律（「第IIサパン法」とも称され

る。）により、フランス法ではシニア債のカテゴリー、すなわち、とりわけ特定のTLACおよびMREL比率の適

格基準を満たす（適用される規則に定義されている）、非上位優先債券（無担保）の創設を計画しした（フ

ランス通貨金融法典の第L.613-30-3-I-4条および第R.613-28条を参照。）。

破綻処理手続においては、適用される規則の条件の下、非上位優先債券は、ベイルインの一環として、上

位優先債券によって構成されるその他の無担保優先債券よりも優先的に、ただし劣後証券（Tier 1資本とし

て適格である証券（普通株式等Tier 1証券およびその他Tier 1証券）およびTier 2資本として適格である証

券を含むが、これらに限定されない。）の資本への転換もしくは全額の元本削減後にのみ、かつ、かかる当

初の元本削減または転換が当該機関の救済を可能にするには不十分である場合にのみ、その全部または一部

の元本が削減されるか、資本に転換される可能性がある。

清算の場合、非上位優先債券は、資金が残っていれば、上位優先債券の完済後、かつ劣後債の前に返済

（規制資本として適格である場合と適格でない場合がある。）される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの非上位優先債券の残高は、2023年12月31日現在31.9十億ユーロで

あった。
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6.8　金融資産および金融負債の相殺に関する情報

 

相殺－金融資産

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2023年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融資産に対する相殺の影響

相殺表示前

の認識済金

融資産の総

額

財務書類上

で相殺表示

される認識

済金融負債

の総額

財務書類に

表示される

金融資産の

純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・

ネッティング

契約の対象と

なる金融負債

の総額

担保として受

け入れたその

他の金融商品

（担保金を含

む。）の金額

デリバティブ
(1)(2) 128,685 - 128,685 81,079 16,765 30,841

売戻し条件付契約
(4) 315,937 155,703 160,233 8,443 151,767 23

その他の金融商品 - - - - - -

相殺の対象となる金融資産の合計 444,622 155,703 288,918 89,523 168,532 30,864

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の資産側のデリバティブの76％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融資産の純額は、貸借対照表上の資産と同額である。

(4) 補償の対象となる売戻し条件付契約の金額は、貸借対照表日現在の資産における売戻し条件付契約の99.9％に相当

する。

 

2023年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。

 

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2022年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融資産に対する相殺の影響

相殺表示前

の認識済金

融資産の総

額

財務書類上

で相殺表示

される認識

済金融負債

の総額

財務書類に

表示される

金融資産の

純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・

ネッティング

契約の対象と

なる金融負債

の総額

担保として受

け入れたその

他の金融商品

（担保金を含

む。）の金額

デリバティブ
(1)(2) 151,189 - 151,189 98,197 22,146 30,846

売戻し条件付契約
(4) 259,756 135,805 123,951 14,120 109,509 322

その他の金融商品 - - - - - -

相殺の対象となる金融資産の合計 410,945 135,805 275,140 112,317 131,655 31,168

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の資産側のデリバティブの80％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融資産の純額は、貸借対照表上の資産と同額である。

(4) 補償の対象となる売戻し条件付契約の金額は、決算日現在の資産の売戻し条件付契約の99％に相当する。

 

2022年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。
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相殺－金融負債

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2023年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融負債に対する相殺の影響

相殺表示前の認

識済金融負債の

総額

財務書類上で相

殺表示される認

識済金融資産の

総額

財務書類に表示

される金融負債

の純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・ネッ

ティング契約の

対象となる金融

資産の総額

担保として受け

入れたその他の

金融商品（担保

金を含む。）の

金額

デリバティブ
(1)(2) 131,013 - 131,013 81,079 29,939 19,995

売戻し条件付契約
(4) 297,895 155,703 142,192 8,443 130,783 2,966

貸付有価証券       

 

その他の金融商品
- - - - - -

相殺の対象となる金

融負債の合計
428,909 155,703 273,205 89,523 160,722 22,961

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の負債側のデリバティブの85％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融負債の純額は、貸借対照表上の負債と同額である。

(4) 報告日現在の負債側の売戻し条件付契約の99％が相殺の対象であった。

 

2023年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。

 

金融商品の種類

(百万ユーロ)

2022年12月31日

マスター・ネッティング契約および類似の契約の対象となっている

金融負債に対する相殺の影響

相殺表示前の認

識済金融負債の

総額

財務書類上で相

殺表示される認

識済金融資産の

総額

財務書類に表示

される金融負債

の純額
(3)

一定の条件下で相殺表示が

認められるその他の金額

相殺による影

響を考慮後の

純額

マスター・ネッ

ティング契約の

対象となる金融

資産の総額

担保として受け

入れたその他の

金融商品（担保

金を含む。）の

金額

デリバティブ
(1)(2) 165,459 - 165,459 98,197 47,475 19,787

売戻し条件付契約
(4) 241,030 135,805 105,225 14,120 89,502 1,603

その他の金融商品 - - - - - -

相殺の対象となる金

融負債の合計
406,489 135,805 270,684 112,317 136,977 21,390

(1) 証拠金請求を含むが、XVAの影響は考慮前である。

(2) 報告日現在の負債側のデリバティブの88％が相殺の対象であった。

(3) 要約財務書類に表示される金融負債の純額は、貸借対照表上の負債と同額である。

(4) 報告日現在の負債側の売戻し条件付契約の93％が相殺の対象であった。

 

2022年12月31日現在、デリバティブ金融商品は、IAS第32号Rに規定される会計上の相殺の対象ではなく、

日次決済の対象であった（いわゆる「セトルメント・トゥー・マーケット」方式の適用）。

 

6.9　当期税金資産・負債および繰延税金資産・負債

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日
2022年12月31日

（修正再表示後）
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当期税金 2,521 1,883

繰延税金 3,782 4,496

当期税金資産および繰延税金資産合計 6,303 6,379

当期税金 2,064 1,576

繰延税金 1,027 631

当期税金負債および繰延税金負債合計 3,090 2,207

 

繰延税金資産および繰延税金負債の純額の内訳は、以下のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日
2022年12月31日

（修正再表示後）

一時差異－税金 2,386 2,821

未払費用損金不算入額 603 514

負債費用引当金損金不算入額 1,754 1,946

その他の一時差異
(1) 29 361

未実現損益に係る準備金に対する繰延税金 731 1,140

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 319 551

キャッシュ・フロー・ヘッジ 382 649

損益／数理計算上の差異 62 45

自社の信用リスクの変動に起因するその他の包括利益 (32) (106)

うち、オーバーレイ・アプローチの適用による金融資産に係る純利益／

（損失）の組替
 (95)

収益および剰余金に係る繰延税金 (361) (95)

繰延税金合計 2,755 3,865

(1) 繰延税金のうち繰越欠損金に起因する部分は、2022年度の350百万ユーロと比較して、2023年度には283百万ユーロ

であった。

 

繰延税金資産は、納税連結レベルによって、貸借対照表上相殺されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、認識すべき繰延税金資産の金額を判断する上で、該当する各企業

または納税グループについて、特定の課税上の地位および予算編成の過程で策定した収益予想を考慮する。

 

税務調査

　クレディ・アグリコル・CIB・パリの税務調査

クレディ・アグリコル・CIBは、2019事業年度および2020事業年度の税務調査の後、2022年末および2023

年末に更正通知を受領した。クレディ・アグリコル・CIBは、更正点について理由書を添えて異議を申し立

てている。見積もられたリスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

　CLSAの債務保証

　2013年度にクレディ・アグリコル・グループはCLSAの企業を中国の企業グループ、CITICSに売却した。

　インドおよびフィリピンにあるCLSA企業数社について行われた税額更正を受けて、CITICSはクレディ・ア

グリコル・グループに対して債務保証を求めた。かかる更正に対して異議が申し立てられている。見積もら

れたリスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスの税務調査

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、2014年度から2015年度および2016年度から

2017年度の期間について、それぞれ2018年度および2019年度に調査を受け、当該期間については延滞金が徴

収された。2021年、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンスは、これらの延滞金の一部に異

議を唱えて税務当局に請求を行った。訴訟手続が進行中である。

 

　アゴス・デュカートの税務調査
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2021年に完了した事前調査を受けて、アゴス・デュカートは、監査がその後の年度に与える影響について

引当金を計上した。

 

　プレディカの税務調査

プレディカは2022年度および2023年度の税務調査の対象であった。2019事業年度および2020事業年度につ

いて、2023年末に更正通知を受領した。プレディカは、更正点に対して意義を申し立てている。見積もられ

たリスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

　LCLの税務調査

LCLは2018事業年度ないし2020事業年度の税務調査の対象であった。2023年末に更正通知を受領した。見積

もられたリスクをカバーするために引当金が計上されている。

 

6.10　未収収益・未払費用、前払金ならびにその他の資産および負債

 

未収収益、前払金およびその他の資産

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

その他の資産 46,484 58,600

棚卸資産およびその他 383 257

持続可能かつ総合的な開発に係る通帳式口座（LDDS）の共同管理 - -

その他の債権
(1) 43,586 56,657

決済勘定 2,507 1,677

株主に対する債権－未払込資本金 9 9

未収収益および繰延収益 12,827 8,904

受金・振替勘定 3,217 3,142

調整勘定および仮勘定 2,348 1,049

未収収益 2,189 2,897

前払費用 1,428 1,303

その他の未収収益、前払金およびその他の資産 3,645 512

帳簿価額 59,313 67,504

(1) 2023年12月31日現在、保証金の形をとる単一破綻処理基金として認識されている631.9百万ユーロ（2022年12月31日

現在は500.5百万ユーロ）を含む。

 

なお、金融の安定を維持することを目的としている欧州の規制枠組みは、金融機関および投資会社の再建

および破綻処理のための枠組みを定める2014年5月15日付の指令第2014/59/EU号により補完されている。2014

年7月15日付の規則（EU）第806/2014号により、関連機関向けに単一破綻処理メカニズム（SRM）の資金調達

制度が定められた。

保証金は、規則（EU）第806/2014号第70条第3項に規定される取消不能の支払コミットメントに依拠する機

関に対する保証に対応するものであり、当該規則において、かかるコミットメントの割合は、同条に従って

調達された拠出金の総額の30％を超えてはならないと規定されている。

2023事業年度に関し、営業費用（本財務書類の注記4.7）において取消不能の支払コミットメントの形を取

る拠出金の額は76百万ユーロ、手数料の形で支払われた金額は451百万ユーロであった。

2014年12月19日付の施行規則（EU）第2015/81号に従い、破綻処理措置により規則（EU）第806/2014号第76

条に基づく当該基金の介入が要求される場合、単一破綻処理委員会は、上記の規則（EU）第806/2014号第70

条3項において定められた上限の範囲内で単一破綻処理委員会が設定した、当該基金の利用可能財源の範囲内

で取消不能の支払コミットメントの割合を再構成するために、規則（EU）第806/2014号に従ってなされた取

消不能の支払コミットメントの全部または一部について要求するものとする。

これらのコミットメントに伴う保証は、要求された取消不能の支払コミットメントに係る拠出金を当該基

金が適式に受領した後、2014年12月19日付の規則（EU）第2015/81号第3条に従い返還される。当行グループ
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は、上記のメカニズムに関連して、予測可能な将来にユーロ圏において当行グループへの追加的な要求を必

要とする破綻処理措置が実施されることは予想しておらず、また、銀行認可の喪失も取消も予想していな

い。

さらに、この保証金は、金融機関の資産において雑資産に分類されており、前事業年度と比較して変動は

なく、当行グループと単一破綻処理委員会との間で合意された取消不能の支払コミットメントおよび保証メ

カニズムに関する合意に従って支払われる。

 

未払費用、繰延収益およびその他の負債

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

その他の負債
(1) 44,936 41,208

決済勘定 3,068 3,291

その他の債務 39,901 35,862

売買目的有価証券に関連する負債 237 238

リース債務 1,728 1,814

その他 3 3

未払費用および繰延収益 15,632 13,499

受金・振替勘定
(2) 3,989 3,455

調整勘定および仮勘定 1,755 1,464

前受収益 1,507 1,332

未払費用 6,301 5,969

その他の未払費用、繰延収益およびその他の負債 2,081 1,279

帳簿価額 60,568 54,708

(1) 表示額は関連する債務を含む。

(2) 表示額は純額である。

 

6.11　売却目的保有非流動資産および非継続事業

 

売却目的保有非流動資産および非継続事業の貸借対照表

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

現金および中央銀行預け金 - -

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 - (3)

ヘッジ手段のデリバティブ - -

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産 - -

償却原価で測定する金融資産 - 3

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整 - -

当期税金資産および繰延税金資産 - 1

未収収益、前払金およびその他の資産 - 30

資産である発行した保険契約 - -

資産である保有している再保険契約 - -

持分法適用会社に対する投資 - 101

投資不動産 9 -

有形固定資産 - -

無形資産 - 1

のれん - -

資産合計 9 134

中央銀行からの預り金 - -

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債 - -

ヘッジ手段のデリバティブ - -

償却原価で測定する金融負債 - 9

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整 - -

当期税金負債および繰延税金負債 - -

未払費用、繰延収益およびその他の負債 - 153

負債である発行した保険契約 - -

負債である保有している再保険契約 - -
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引当金 - 3

劣後債務 - -

売却目的保有非流動資産および非継続事業の公正価値の調整（税金を除

く。）
21 39

負債および株主持分合計 21 205

売却目的保有非流動資産および非継続事業からの純資産 (12) (71)

 
非継続事業の損益計算書
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

収益 - 74

営業費用 - (30)

有形固定資産および無形資産の減価償却費、償却費および減損 - (9)

リスク費用 - (2)

税引前利益 - 32

持分法適用会社の純利益持分 6 -

その他の資産に係る純利益／（損失） - -

のれんの変動額 - -

法人所得税 - (7)

当期純利益 6 25

非継続事業の公正価値の調整に関連する利益 (9) 95

非継続事業からの純利益 (3) 121

非支配持分 - -

非継続事業からの純利益－当行グループの持分 (3) 121

 
非継続事業のキャッシュ･フロー計算書
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

営業活動による現金収入／（支出）純額 - (127)

投資活動による現金収入／（支出）純額 - (387)

財務活動による現金収入／（支出）純額 - 118

合計 - (396)

 

6.12　共同支配企業および関係会社

 

共同支配企業および関係会社の財務情報

　2023年12月31日現在において、

・持分法会計の適用を受けている共同支配企業の価値は総額で1,388百万ユーロ（2022年12月31日においては

3,158百万ユーロ）であった。

・持分法会計の適用を受けている関係会社の価値は総額で1,211百万ユーロ（2022年12月31日においては

1,143百万ユーロ）であった。

FCAバンクは、フィアット・クライスラー・オートモービルズ（FCA）と共に設立された共同支配企業であ

り、現在はステランティス・グループに組み込まれている。当該会社はヨーロッパ18ヶ国で事業を展開し、

次のFCAグループのブランドに関する販売業者および顧客のためのすべての金融業務を様々な地理的範囲にわ

たって扱っている。かかるブランドとは、フィアット、ランチア、アルファ・ロメオ、マセラティ、クライ

スラー、ジープ・ヨーロッパおよびプライベートレーベル契約の下で開発されたその他のコンストラクター

のブランド（ジャガーランドローバー、フェラーリ、モーガン、ハイマー等）である。

2023年4月3日、CAコンシューマー・ファイナンス・グループは、ステランティスが保有していたFCAバンク

の株式の50％を取得した。取引完了後、FCAバンクはCACFにより完全所有され、クレディ・アグリコル・オー

ト・バンクとなった。2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・オート・バンク（旧FCAバンク）は、ク

レディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・グループの財務書類において全部連結法（2022年12

月31日現在は持分法）で会計処理されている。

重要な関係会社および共同支配企業を下の表に示す。これらは「貸借対照表上の持分法適用価額」を構成

する主な共同支配企業および関係会社である。
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（百万ユーロ）

2023年12月31日

持分(％)
持分法適用

価額

市場価額

持分

当行グループの事

業体に支払われた

配当

純利益

持分

自己資本

割合
(1)

共同支配企業       

クレディ・アグリコル

- グループ・インフラ

ストラクチャー・プ

ラットフォーム

53.7％ 70 - - (1) 72

S3ラタム・ホールドco

1
34.7％ 362 - - 19 620

クレディ・アグリコ

ル・イモビリエ・プロ

モシオン

50.0％ 81 - 5 5 80

リースCo
(2) 50.0％ 623 - - 34 939

ワテア 30.0％ 76 - - (4) 6

その他  176 - 549 33 653

持分法適用会社（共同

支配企業）への投資の

正味帳簿価額

 1,388   86 2,371

関係会社       

GACソフィンコ・オート

ファイナンス・カンパ

ニー（旧GAC CACF）

50.0％ 539 - 23 49 539

ABC-CAファンド・マネ

ジメントCo
22.5％ 191 - 9 15 191

ワファサラフ 49.0％ 143 - 7 13 86

SBIファンズ・マネジメ

ント・プライベートLtd
24.7％ 275 - 7 79 252

その他  63  7 (46) 63

持分法適用会社（関係

会社）への投資の正味

帳簿価額

 1,211   111 1,131

持分法適用会社への投

資の正味帳簿価額
 2,599   197 3,502

(1) 共同支配企業または関係会社がサブグループであった時のその財務諸表の自己資本におけるグループの持分。

(2) リーシーズ・エス・ピー・エーのデータを含む。

 

上表に示した市場価額は2023年12月31日における相場価格である。持分法適用会社で用いられる数値はIAS

第28号に従って決定された持分法価額とは異なる場合があるため、この価額は売却価値を代表していない可

能性がある。持分法適用会社への投資は、減損が示唆された場合にはのれんと同じ方法を用いて、減損テス

トの対象となった。
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（百万ユーロ）

2022年12月31日

持分(％)
持分法適用

価額

市場価額

持分

当行グループの事

業体に支払われた

配当

純利益

持分

自己資本

割合
(1)

共同支配企業       

FCAバンク 50.0％ 1,897 - 600 229 1,841

S3ラタム・ホールドco

1
34.7％ 322 - - 15 581

クレディ・アグリコ

ル・イモビリエ・プロ

モシオン

50.0％ 81 - - 5 80

リースCo
(2) 50.0％ 633 - - (1) 924

その他  225 - 3 (16) 614

持分法適用会社（共同

支配企業）への投資の

正味帳簿価額

 3,158   232 4,041

関係会社       

GACソフィンコ・オート

ファイナンス・カンパ

ニー（旧GAC CACF）

50.0％ 471 - 25 61 471

SBIファンズ・マネジメ

ントLtd
24.9％ 214 - 7 58 190

ABC-CAファンド・マネ

ジメントCo
22.6％ 197 - - 21 197

ワファサラフ 49.0％ 133 - 14 19 78

BforBank 50.5％ 82 - - (39) 82

NH-アムンディ・アセッ

ト・マネジメント
20.3％ 27 - 4 6 27

ジェネラルファイナン

ス・エス・ピー・エー
12.7％ 9 - - 9 9

ワファ・ジェスティオ

ン
23.0％ 5 - 3 3 5

ユカフリート 35.0％ 4 - - - 4

その他  1  - (1) 1

持分法適用会社（関係

会社）への投資の正味

帳簿価額

 1,143   138 1,063

持分法適用会社への投

資の正味帳簿価額
 4,301   370 5,104

(1) 共同支配企業または関係会社がサブグループであった時のその財務諸表の自己資本におけるグループの持分。

(2) リーシーズ・エス・ピー・エーのデータを含む。
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クレディ・アグリコル・エス・エーの重要な関係会社および共同支配企業の要約財務情報を以下に示す。

 

（百万ユーロ）
2023年12月31日

収益 純利益 総資産 総資本

共同支配企業     

クレディ・アグリコル - グループ・

インフラストラクチャー・プラット

フォーム

1,248 (1) 615 125

S3ラタム・ホールドco 1 179 111 2,131 1,982

クレディ・アグリコル・イモビリエ・

プロモシオン
52 9 357 161

リースCo
(1) 359 125 10,303 1,878

ワテア 1 (14) 42 21

関係会社     

GACソフィンコ・オートファイナン

ス・カンパニー （旧GAC CACF）
240 99 7,595 1,078

ABC-CAファンド・マネジメントCo 93 46 604 573

ワファサラフ 110 28 1,680 163

SBIファンズ・マネジメント・プライ

ベートLtd
342 208 729 687

(1) リーシーズ・エス・ピー・エーのデータを含む。

 

（百万ユーロ）
2022年12月31日

収益 純利益 総資産 総資本

共同支配企業     

FCAバンク 749 1,019 27,553 3,682

S3ラタム・ホールドco 1 133 66 1,359 1,161

クレディ・アグリコル・イモビリエ・

プロモシオン
52 10 372 -

リースCo
(1) (2) (2) 8,137 1,850

関係会社     

GACソフィンコ・オートファイナン

ス・カンパニー （旧GAC CACF）
250 122 7,064 219

SBIファンズ・マネジメントLtd 280 156 550 515

ABC-CAファンド・マネジメントCo 124 63 640 591

ワファサラフ 111 37 1,562 159

BforBank 28 (77) 3,195 -

NH-アムンディ・アセット・マネジメ

ント
57 20 106 91

ジェネラルファイナンス・エス・

ピー・エー
9 9 404 54

ワファ・ジェスティオン 19 10 36 14
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ユカフリート 12 1 31 10

(1) リーシーズ・エス・ピー・エーのデータを含む。

 

保険レベルにおける非連結共同支配企業および関係会社に対する投資

クレディ・アグリコル・アシュランスは、IAS第28号により認められた簡易オプションを用いて、27の共同

支配企業および26の関係会社を測定した。

したがって、これらの企業に対する投資は、IFRS第9号に従って純損益を通じて公正価値で測定される。

純損益を通じて公正価値で測定されたクレディ・アグリコル・アシュランスの重要な共同支配企業および

関係会社の要約財務情報を以下に示す。

 

（百万ユーロ）
2023年12月31日

持分(％) 純資産価額 総資産 総資本 純利益

共同支配企業      

フォンシエール・イペルシュド 51％ 1 165 35 5

アルカパルクSAS 50％ 196 167 167 0

SCIユーロマルセイユ1 50％ 21 ND ND ND

SCIユーロマルセイユ2 50％ 7 ND ND ND

FREYリテール・ヴィルボン 48％ 37 161 38 2

SCIル・ドュ・バック 50％ 152 228 175 6

SCIトゥール・メルル 50％ 73 107 55 4

SCIカーペ・ディエム 50％ 171 226 108 13

SCIイロット13 50％ 65 78 48 3

SCI 1テラス・ベリーニ 33％ 68 131 88 0

SCIワグラム22/30 50％ 157 319 55 3

SCIアカデミー・モンルージュ 50％ 62 271 126 3

SASデファンスCB3 18％ 12 107 84 (9)

SCIポール・セザンヌ 49％ 276 178 167 6

チュネル・ド・バルセロナ 50％ 0 ND ND ND

ヨーロピアン・モーターウェイ・イ

ンベストメンツ1
60％ 296 128 103 4

エル・オールドコ・サール 49％ 276 551 551 0

ユーロヴァット・エネルジ 75％ 0 ND ND ND

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング3
80％ 0 ND ND ND

イエイ 80％ 0 ND ND ND

Efソラール・イタリア 30％ 0 ND ND ND

URI GmbH 45％ 0 ND ND ND

オルデサ・セルビシオ・エンプレサ

リアレスSl
60％ 588 ND ND ND

ジャナス・ルヌワーブル 50％ 0 ND ND ND

SCI 103グルネル 49％ 156 174 163 4

リード・インベスターズ 45％ 0 ND ND ND

関連会社      
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ラムゼー - ジェネラル・ド・サンテ 40％ 835 6,788 1,212 118

インフラ・フォック・トプコ 36％ 537 3,459 107 (68)

アルタレア 24％ 400 9,087 2,375 327

クラリアンヌ 25％ 63 14,574 3,539 22

FREY 20％ 166 2,051 990 129

イカド 19％ 511 18,218 6,588 54

パトリモワンヌ・エ・コメルス 20％ 55 93 431 48

SCIハート・オブ・ラ・デファンス 33％ 164 1,648 566 (90)

SASクリスタル 46％ 55 124 90 8

SCIフォンディ 25％ 50 393 77 18

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング
30％ 0 ND ND ND

セマリ 38％ 38 0 0 0

ソントラル・シカフ 24％ 164 1,222 758 70

ピスト・グループ・ホールディン

グ・サール
40％ 280 101 9 30

カブール・エアロ・エス・エー 37％ 197 369 369 0

フリュクスデューン 25％ 227 868 852 0

カッシーニSAS 50％ 296 1,713 477 (71)

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング2
48％ 0 ND ND ND

サール・アンピュルス 39％ 934 ND ND ND

アグアス・プロファンダス・エス・

エー
35％ 570 2,221 1,289 (14)

アディエル・パルティシパシオン 25％ 89 546 392 (4)

エディソン・ルヌワーブル 49％ 0 ND ND ND

ホーンジー2 25％ 0 ND ND ND

レプソル・ルヌワーブル 13％ 0 ND ND ND

アルタミラ 23％ 0 ND ND ND

 

（百万ユーロ）
2022年12月31日

持分(％) 純資産価額 総資産 総資本 純利益

共同支配企業      

フォンシエール・イペルシュド 51％ 11 116 74 43

アルカパルクSAS 50％ 150 167 167 25

SCIユーロマルセイユ1 50％ 27 64 49 (16)

SCIユーロマルセイユ2 50％ 7 73 14 (2)

FREYリテール・ヴィルボン 48％ 42 161 38 -

SCIル・ドュ・バック 50％ 146 228 175 3

SCIトゥール・メルル 50％ 57 106 55 9

SCIカーペ・ディエム 50％ 150 226 108 11

SCIイロット13 50％ 57 79 49 2
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SCI 1テラス・ベリーニ 33％ 66 136 88 9

SCIワグラム22/30 50％ 64 319 55 3

SCIアカデミー・モンルージュ 50％ 86 306 132 3

SASデファンスCB3 25％ 21 124 93 9

SCIポール・セザンヌ 49％ 341 178 167 8

ルクセンブルク・インベストメン

ト・カンパニー296サール
50％ 1 85 84 -

チュネル・ドゥ・バルセロナ 50％ ND 485 77 21

ヨーロピアン・モーターウェイ・イ

ンベストメンツ1
60％ 278 128 104 4

シリュスSCA 20％ 314 ND ND ND

エル・オールドコ・サール 49％ 271 551 551 -

ユーロヴァット・エネルジ 75％ ND - - -

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング3
80％ ND ND ND ND

イエイ 80％ ND ND ND ND

Efソラール・イタリア 30％ ND ND ND ND

URI GmbH 45％ ND ND ND ND

オルデサ・セルビシオ・エンプレサ

リアレスSl
60％ 493 ND ND ND

ジャナス・ルヌワーブル 50％ ND ND ND ND

アルタリュクスコ 50％ 412 ND ND ND

関係会社      

ラムゼー - ジェネラル・ド・サンテ 40％ 804 6,788 1,239 118

インフラ・フォック・トプコ 36％ 457 3,446 476 119

アルタレア 25％ 632 8,887 3,785 307

コリアン 25％ 267 14,335 3,771 75

FREY 20％ 191 2,039 993 111

イカド 19％ 587 18,313 8,860 487

パトリモワンヌ・エ・コメルス 20％ 47 938 423 45

SCIハート・オブ・ラ・デファンス 33％ 206 1,759 669 117

SASクリスタル 46％ 68 124 90 7

SCIフォンディ 25％ 58 393 77 127

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング
30％ ND ND ND ND

セマリ 38％ 38 ND ND ND

ソントラル・シカフ 25％ 174 1,222 758 70

ピスト・グループ・ホールディン

グ・サール
40％ 281 101 9 30

アルタ・ブル 33％ 257 699 698 -

カブール・エアロ・エス・エー 37％ 163 369 369 -

フリュクスデューン 25％ 227 868 852 -
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カッシーニSAS 49％ 275 1,713 477 (71)

フュチューア・エネルジ・アンヴェ

スティスモン・ホールディング2
48％ ND ND ND ND

サール・アンピュルス 38％ 869 1,413 1,209 (6)

アグアス・プロファンダス・エス・

エー
35％ 472 2,221 1,289 (14)

アディエル・パルティシパシオン 25％ 89 546 392 (4)

エディソン・ルヌワーブル 49％ ND ND ND ND

ホーンジー2 25％ ND ND ND ND

レプソル・ルヌワーブル 13％ ND ND ND ND

アルタミラ 23％ ND ND ND ND

 

共同支配企業および関係会社に対する重要な制約

クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の制限を受ける。

 

規制上の制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社はその所在する国における健全性規則と自己資本規制の適用

を受ける。最低株式資本（ソルベンシー比率）、レバレッジ比率および流動性比率に関する要件により、こ

れらの事業体がクレディ・アグリコル・エス・エーに配当支払または資産移転を行う能力が制限される。

 

法律上の制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、資本および分配可能利益の配分に関する法律的要件を遵

守しなければならない。これらの要件により、子会社は配当を支払う能力が制限される。これら要件は、上

述の規制上の制限よりも制限性が低い場合がほとんどである。

 

保険会社の資産担保ユニット・リンク契約に対する制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの資産担保ユニット・リンク契約は、保険契約者のために保有されて

いる。クレディ・アグリコル・エス・エーの保険子会社の貸借対照表上の資産は主に、保険契約者に対する

義務を満たすために保有されている。他の事業体への資産の譲渡は、法律的条件に従えば可能であるが、譲

渡を行う場合には、譲渡に由来する利益の一部を保険契約者のものとしなければならない。

 

6.13　投資不動産

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日
2022年12月31日

（修正再表示後）

取得原価で測定する投資不動産 853 894

公正価値で測定する投資不動産 9,971 11,080

投資不動産合計 10,824 11,974

 

取得原価で測定する投資不動産

当行グループの財務書類において取得原価で測定する投資不動産は、第三者に賃貸しているものを含め、

保険契約の基礎となる項目ではない不動産である。
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（百万ユーロ）

2022年

12月31日

（修正再表

示後）

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

売却目的保

有非流動資

産および非

継続事業

への振替

その他の

変動

2023年

12月31日

総額 1,040 - 46 (46) - - (30) 1,010

減価償却および減損 (146) - (25) 12 - - 2 (157)

取得原価で測定する

投資不動産
(1) 894 - 21 (34) - - (28) 853

(1) 第三者に賃貸している投資不動産を含んでいる。

 

（百万ユーロ）

2021年

12月31日

（修正再表

示後）

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

売却目的保

有非流動資

産および非

継続事業

への振替

その他の

変動

2022年

12月31日

総額 1,116 87 (6) (185) - - 29 1,040

減価償却および減損 (158) (37) (10) 54 - - 4 (146)

取得原価で測定する

投資不動産
(1) 958 50 (16) (131) - - 33 894

(1) 第三者に賃貸している投資不動産を含んでいる。

 

公正価値で測定する投資不動産

当行グループの財務書類において公正価値で測定する投資不動産は、直接連動有配当保険契約の基礎とな

る項目を構成する不動産である。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

（修正再表

示後）

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

公正価値の

変動

その他の

変動

2023年

12月31日

（修正再表

示後）

公正価値で測定する投

資不動産
11,080 - 246 (306) - (1,098) 49 9,971

 

（百万ユーロ）

2021年

12月31日

（修正再表

示後）

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

公正価値の

変動

その他の

変動

2022年

12月31日

（修正再表

示後）

公正価値で測定する投

資不動産
10,346 - 1,142 (585) - 178 (1) 11,080

 

投資不動産の公正価値

クレディ・アグリコル・グループの投資不動産は、適格な専門家によって評価されている。これらの独立

した不動産専門家は、市場価額を算定するために複数の評価手法を組み合わせて使用している。これらの各

手法の他の手法との比重には、一定の判断を要し、各不動産の市場特性（所在地および不動産の種類、すな

わち住宅、商業施設または事務所等）に応じて変化する。

主要な評価手法および関連する主要な仮定は以下のとおりである。

・収益還元法。これは、対象の賃料収入に資産化率を適用することにより、当該不動産により生じると見

込まれる収益を資産化するもので、かかる賃料収入は一般に、当該不動産と同一の地理的地域に所在す

る同種の不動産に課される賃料と比較して決定される。その他に使用される主要な仮定は、将来におけ

る賃料の価格指数および空室率である。
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・比較法。これは、同一または類似の不動産の売買に基づく比較を用いて市場価格を決定するものであ

る。

・割引キャッシュ・フロー（DCF）法。これは、特定の期間の予想キャッシュ・フローの総額または純額を

割り引くものである。この手法は主に、将来生じるキャッシュ・フローおよび賃料の価格指数、ならび

に使用する割引率の2つの仮定に基づいている。

投資不動産の評価では、商業用不動産・事務所用不動産に係る第三次産業向けの法令や、住宅用不動産に

係るエネルギー診断に関する新規則などの気候変動に関する規制要件を満たすために必要となる、計画され

た投資が考慮される。

専門家の意見に基づいて算定された、取得原価または公正価値で計上されるすべての投資不動産の市場価

額（レベル2）は、2023年12月31日現在で10,906百万ユーロ（2022年12月31日現在においては11,778百万ユー

ロ）であった。

 

(百万ユーロ）  2023年12月31日 2022年12月31日

活発な市場における類似不動産商品の相場価格 レベル1 - -

観察可能なデータに基づく評価 レベル2 10,906 11,778

観察不能なデータに基づく評価 レベル3 186 234

投資不動産の市場価額  11,092 12,012
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6.14　有形固定資産および無形資産（のれんを除く）

 

事業で使用している有形固定資産には、賃借人として賃借した資産を使用する権利が含まれる。

有形固定資産の減価償却および減損には、オペレーティング・リースに基づき賃貸した有形固定資産の減

価償却が含まれる。

 

（百万ユーロ）
2022年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

事業で使用している有形固定資

産
       

総額 12,457 2,559 1,686 (708) 35 (38) 15,991

減価償却および減損 (6,437) (624) (940) 602 (17) 11 (7,406)

帳簿価額 6,020 1,935 747 (107) 18 (27) 8,586

無形資産        

総額 8,830 336 713 (185) 16 - 9,709

減価償却および減損 (5,736) (206) (592) 10 (3) (40) (6,567)

帳簿価額 3,094 130 120 (175) 12 (40) 3,142

 

（百万ユーロ）
2021年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2022年

12月31日

事業で使用している有形固定資

産
       

総額 12,326 (274) 1,000 (585) (21) 11 12,457

減価償却および減損 (6,233) 51 (772) 516 6 (6) (6,437)

帳簿価額 6,093 (223) 228 (69) (15) 6 6,020

無形資産        

総額 8,534 44 634 (316) (9) (57) 8,830

減価償却および減損 (5,353) (74) (519) 213 8 (11) (5,736)

帳簿価額 3,181 (30) 115 (103) (1) (68) 3,094

 

6.15　のれん

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

総額

2022年

12月31日

純額

増加

（取得）

減少

（処分）

期中の

減損損失

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

総額

2023年

12月31日

純額

資産収集 7,999 7,999 - - - 25 - 8,024 8,024

うち保険 1,214 1,214 - - - - - 1,214 1,214

うち資産運用 5,888 5,888 - - - (22) - 5,866 5,866

うち国際ウェルス・マネジ

メント
897 897 - - - 47 - 944 944

フランス国内リテール・バ

ンキング
5,263 4,161 - - - - - 5,263 4,161

国際リテール･バンキング 3,153 784 - - - (6) (1) 3,155 777

うちイタリア 2,871 757 - - - - - 2,871 757

うちポーランド 201 - - - - - - 216 -

うちウクライナ 33 - - - - - - 31 -

うちその他の国々 48 27 - - - (6) (1) 37 20

専門金融サービス 3,080 1,333 85 - - 1 - 3,165 1,419

うち消費者金融（アゴスを

除く）
(1) 1,755 962 85 - - (1) - 1,839 1,046

うち消費者金融－アゴス 672 103 - - - - - 672 103

うちファクタリング 653 268 - - - 2 - 654 270

大口顧客 2,621 1,396 152 - - - - 2,773 1,548

うちコーポレート・バンキ

ングおよび投資銀行
1,712 487 - - - - - 1,712 487
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うち資産サービシング
(2) 909 909 152 - - - - 1,061 1,061

コーポレート・センター 9 9 - - (9) - - 9 -

合計 22,125 15,682 237 - (9) 20 (1) 22,390 15,929

当行グループの持分 19,933 13,763 190 (13) (5) 25 - 20,144 13,958

非支配持分 2,192 1,919 46 13 (5) (5) - 2,246 1,969

(1) 専門金融サービスにおいて、ALDおよびリースプラン（58百万ユーロ）ならびにフリーカーズ（27百万ユーロ）の取

得に関連して、2023年12月31日現在ののれんが85百万ユーロ増加した。

(2) 大口顧客において、CACEISによるRBCインベスター・サービシズの欧州事業の取得に関連して、2023年12月31日現在

ののれん総額が152百万ユーロ増加した。

 

CGUの使用価値の決定

のれんは、帰属する資金生成単位（CGU）の使用価値の評価に基づき、減損テストの対象となった。使用価

値は、当行グループの経営上作成された3年間（2024年度から2026年度）にわたる活動予測に、標準化された

最終年度に収束させるため4年目および5年目も推計に含めて導出されたCGUの見積将来キャッシュ・フローを

割り引いて決定されている。

予測される財政軌道の基礎となる経済シナリオは、ウクライナにおける戦争、インフレの鈍化および長期

的な著しい金利上昇の持続的な影響を組み入れている。しかしながら、この環境に対する各国経済の回復力

の程度は、その経済構造および予算・金融面での余力により異なる。

世界の成長は2023年度に大幅に減速し、2024年度も潜在成長率を下回ると予測される。ユーロ圏とは異な

り、2023年度における米国の成長は、年初の力強い成長、底堅い内需（堅調な個人消費）および活発な労働

市場に牽引されて、加速した。金融政策の縮小効果は経済活動に遅れて影響を及ぼし、経済成長にさらなる

影響を及ぼすことから、2024年度には成長が急激に減速すると予測される。

ユーロ圏では、インフレショックが消費に重くのしかかり、金利上昇が（特に建設における）投資を妨げ

た。輸出は、中国の成長の減速および域内需要の低迷に苦しんだ。成長を支えるための予算措置は縮小さ

れ、現在では完全に廃止される方向に進んでいる。しかしながら、ユーロ圏は、ソフトランディングとな

り、成長率は大幅に低下したものの、景気後退には至らなかった。

ユーロ圏の成長率は、2023年度の0.5％と比較して2024年度には0.7％と「わずかに」上昇し、2025年度に

も緩やかに上昇すると予測される。成長は引き続き潜在成長率を下回ることになるが、これは、ウクライナ

での戦争による競争激化が持続すると予測されるためである。これらの予測は、（ⅰ）インフレ圧力が2024

年度には非常に緩やかに緩和されるが、インフレ率は目標の2％を上回ること、（ⅱ）とりわけ価格と賃金の

好循環がないため、消費の回復は限定的であること、（ⅲ）中東での紛争が急速に激化しなければ、供給お

よび世界的な調達チェーンへの影響は限定的であるが、輸送コスト上昇の現実的なリスクがあることに基づ

いている。

金融政策の観点では、依然としてインフレ対策が優先される。経済が減速しても、特にコア・インフレが

計画よりも回復力があると判明する可能性があるため、中央銀行は警戒感を急速に低下させるリスクは取ら

ないと予想される。米国では、2022年度に積極的な利上げ（425ベーシス・ポイント）および2023年度により

緩やかな利上げ（100ベーシス・ポイント）を行い、目標範囲を5.25％-5.50％とした後、米国連邦準備制度

は、金融引締めのサイクルを終えたとみられるが、金融緩和に移行する前に、引き続きインフレ動向に警戒

感を示している。

ユーロ圏では、ECBもまた金融引締めに力を入れ、2022年夏以降に金利を450ベーシス・ポイント引き上

げ、極めて緩和的な水準から制限的な水準へと移行している。ECBは利上げのサイクルを終えたとみられ、当

年度第3四半期に25ベーシス・ポイントの初回の利下げ、その後それぞれ50ベーシス・ポイントの3回の利下

げが予想されている。したがって、借換え金利は2024年度末で3.75％、2025年度末で2.75％となるはずであ

る。これと並行して、長期金利のより緩やかな引下げが始まり、経済活動はある程度緩やかに回復すること

が予想される。
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2023年12月31日現在におけるリスク加重資産における持続成長率、割引率およびCET1資本配分率の事業部

門別の分布は下表のとおりである。

 

2023年度（クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの全部連結会社）
持続成長率 割引率 資本配分率

フランス国内リテール・バンキング－

LCL
2.0％ 7.9％ 10.67％

国際リテール・バンキング－イタリア 2.0％ 9.4％ 9.48％

国際リテール・バンキング－その他 5.0％ 18.86％ 12.50％

専門金融サービス 2.0％ 7.9％から9.9％ 10.22％から10.53％

資産収集 2.0％ 7.9％から8.8％

9.96％から10.31％

ソルベンシー・マージンの

80％（保険）

大口顧客 2.0％ 8.4％から9.8％ 9.96％から10.49％

 

評価パラメータ、とりわけ割引率は、2023年12月31日に更新された。割引率は、15年間の月次平均をもと

に決定される。割引率の水準は、前事業年度と比較し概ね安定している。

2023年12月31日現在の持続成長率は、2022年12月31日現在から変化がないままであった。

 

主な評価パラメータに対するCGU評価の感応度

　特定の評価パラメータの変動に対する各主要な事業セグメントを構成するCGUの使用価値の感応度は、下表

のとおりである。

 

配分された資

本に対する

感応度

割引率に対する感応度

最終年度における

リスク費用

に対する感応度

最終年度における

費用収益比率

に対する感応度

2023年度
+100ベーシ

ス・ポイント

-50ベーシス・

ポイント

+50ベーシ

ス・ポイント
-10％ +10％

-100ベー

シス・ポ

イント

+100ベー

シス・ポ

イント

フランス国内リ

テール・バンキ

ング－LCL

-3.4％ +8.6％ -7.2％ +1.9％ -1.9％ +2.9％ -2.9％

国際リテール・

バンキング－イ

タリア

-3.3％ +5.5％ -4.8％ +2.0％ -2.0％ +2.2％ -2.2％

国際リテール・

バンキング－そ

の他

-5.3％ +4.1％ -3.8％ +1.5％ -1.5％ +1.6％ -1.6％

専門金融サービ

ス
-2.2％ +9.8％ -8.3％ +8.0％ -8.0％ +3.9％ -3.9％

資産収集 -0.6％ +9.4％ -8.0％ NS NS +1.5％ -1.5％

大口顧客 -1.0％ +7.2％ -6.3％ +0.8％ -0.8％ +2.3％ -2.3％

 

主な評価パラメータの変更をすべてのCGUに対して一律に適用した上で、のれん－当行グループの持分に対

して、感応度分析が行われた。これらの分析により、近年減損が発生したCGU、すなわちフランス国内リテー

ル・バンキング－LCLのCGUおよび国際リテール・バンキング－イタリアのCGUは、モデルのパラメータの悪化

に対する感応度が以前よりも低くなっていることが示されている。
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財務パラメータに関して、

・割引率が50ベーシス・ポイント上昇しても、いずれのCGUについても、使用価値と連結価額との間にマイ

ナスの差異は生じない。

・割引率が100ベーシス・ポイントと大幅に上昇すると仮定した場合、フランス国内リテール・バンキング

－LCLのCGUを除くすべてのCGUの差異は引き続きプラスとなる。

・CGUに配分されたCET1資本のレベルが100ベーシス・ポイント上昇した場合でも、すべてのCGUについてプ

ラスの差異が生じる。

業務パラメータに関して、

・シミュレーションされた悪化の仮定（すなわち、予測の最終年度におけるリスク費用が10％増加し、同

年度における費用収益比率が+100ベーシス・ポイント変動するシナリオ）でも、すべてのCGUについて使

用価値と連結上の帳簿価額と差額はマイナスにはならない。

 

6.16　引当金

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更
繰入額

取崩した

戻入額

未使用

戻入額

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

住宅購入制度リスク 335 - - - (294) - - 41

融資コミットメント

の実行リスク
954 - 759 (6) (722) (15) 6 976

オペレーショナルリ

スク
182 1 58 (17) (80) - 1 145

退職給付および類似

の給付
(1) 1,214 59 163 (175) (37) (14) 135 1,345

訴訟 361 1 94 (68) (52) - 8 344

株式投資 - - - - - - - -

リストラクチャリン

グ
13 - - (3) (5) - - 5

その他のリスク 462 116 255 (51) (110) (14) 2 661

合計 3,521 177 1,330 (320) (1,301) (44) 152 3,516

(1) うち、注記7.4に詳述される確定給付制度に基づく退職給付に係る引当金は884百万ユーロ（長期雇用報奨の引当金

118百万ユーロを含む。）。

 

2023年12月31日現在、退職給付および類似の給付には、リストラクチャリング制度に係る社会的費用から

発生する引当金156百万ユーロ（2022年12月31日現在は223百万ユーロ）が含まれている。リストラクチャリ

ング引当金には、かかる制度の非社会的費用が含まれている。

 

（百万ユーロ）

2021年

12月31日

範囲の

変更
繰入額

取崩した

戻入額

未使用

戻入額

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2022年

12月31日

住宅購入制度リスク 423 - - - (88) - - 335

融資コミットメント

の実行リスク
1,060 (26) 761 (9) (866) 25 8 954

オペレーショナルリ

スク
201 (1) 48 (53) (20) 3 4 182

退職給付および類似

の給付
(1) 1,674 (9) 146 (155) (83) 3 (361) 1,214

訴訟 558 (13) 77 (101) (163) 1 3 361

株式投資 - - - - - - - -

リストラクチャリン

グ
22 - 2 (5) (6) - - 13

その他のリスク 599 (6) 89 (106) (112) 2 (3) 462

合計 4,537 (55) 1,122 (429) (1,337) 34 (350) 3,521

(1) うち、確定給付制度に基づく退職給付に係る引当金は717百万ユーロ（長期雇用報奨の引当金115百万ユーロを含

む。）。
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調査、情報の提供要請および訴訟手続

クレディ・アグリコル・エス・エーは、通常の業務の過程において、定期的にフランス国内および国外の

様々な機関による訴訟手続ならびに情報の提供要請、調査、統制およびその他の規制または法的手続の対象

となっている。認識された引当金は、決算日現在で保有する情報を考慮した経営陣による最善の判断を反映

したものである。

 

　小切手画像処理（CIE）事件

2008年3月、LCLおよびクレディ・アグリコル・エス・エーならびにその他10行の銀行は、フランス競争評

議会（Conseil de la concurrence。現在の競争監視機関）の代表者から、苦情申立書を受理した。

これらの銀行は、小切手画像処理システムへの移行以降、すなわち2002年から2007年にかけて、共謀して

小切手の現金化に交換手数料を課したとして訴えられていた。競争監視機関は、かかる手数料は、欧州共同

体条約第81条第1項およびフランス商法（Code de commerce）第L.420-1条の定義における非競争価格協定を

構成し、経済に損害を与えたとしている。

これらの銀行は、答弁書において手数料の反競争性について全面的に反論し、手続の正当性を争った。

競争監視機関は、2010年9月20日付の決定により、小切手画像処理手数料（CEIC）はその目的自体が反競

争的であったと結論付けた。関連サービスの手数料の1つである誤決済取引取消（AOCT）手数料について、競

争監視機関は、これらの銀行に対し、かかる決定の通知から6ヶ月以内に当該金額を改定するよう求めた。

訴えられた銀行は、合計384.92百万ユーロの制裁金を科された。

LCLおよびクレディ・アグリコルは、それぞれ、CEICについて20.7百万ユーロおよび82.1百万ユーロ、

AOCT手数料について0.2百万ユーロおよび0.8百万ユーロの支払を命じられた。

これらの銀行はすべて、この決定に対してパリ控訴裁判所に控訴した。同裁判所は、2012年2月23日付の

判決により、競争監視機関は競争制限の存在を証明しておらず、かかる協定が競争抑止目的を有することを

立証していないとして、原判決を覆した。

2015年4月14日の競争監視機関による上告について、フランス最高裁判所（Cour de cassation）は、パリ

控訴裁判所がUFC－ク・ショワジール（Que Choisir）およびADUMPEの主張を検討することなく両者の訴訟参

加は目的を欠くと判断したことを唯一の理由に、2012年2月23日付のパリ控訴裁判所の判決を却下し、パリ控

訴裁判所に差し戻した。

フランス最高裁判所は、訴訟の本案については判決を下さず、クレディ・アグリコルはパリ控訴裁判所に

控訴した。

パリ控訴裁判所は、2017年12月21日付の判決において、2010年9月20日付の競争監視機関の決定を承認し

たが、クレディ・アグリコルへの制裁金を82,940,000ユーロから76,560,000ユーロに減額した。LCLへの制裁

金は変わらず20,930,000ユーロである。

この訴訟手続の当事者である他の銀行と同様に、LCLおよびクレディ・アグリコルは最高裁判所に上告し

た。

2020年1月29日、フランス最高裁判所（Cour de cassation）は、パリ控訴裁判所が目的ごとの競争制限が

存在することを証明していないとして、2017年12月21日付のパリ控訴裁判所の判決を却下し、同裁判所に差

し戻した。

パリ控訴裁判所は、2021年12月2日付の判決において、競争監視機関の決定を覆し、CEICおよびAOCT手数

料の導入が、その目的またはその効果によって反競争的行為に該当することは立証されないとの判決を下し

た。

2021年12月31日、競争監視機関は、この判決を不服としてフランス最高裁判所（Cour de cassation）に

上告した。

フランス最高裁判所（Cour de Cassation）は、2023年6月28日付の判決において、CEICおよびAOCT手数料

はその目的によって競争の制限には該当せず、また、CEICが銀行間の通常の競争を歪曲、制限、または阻止
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する効果をもたらしたことが立証されていないことを最終的に確認し、競争監視機関の上告を棄却した。こ

の決定により、本件は終結した。

 

　外国資産管理室（OFAC）

2015年10月、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポ

レート・アンド・インベストメント・バンク（クレディ・アグリコル・CIB）は、米国経済制裁の対象国との

米ドル建て取引に関して調査を行っていた米国およびニューヨークの当局と、合意に達した。この合意の対

象となる事象は、2003年から2008年までに行われた。

米国およびニューヨークの当局の調査に協力していたクレディ・アグリコル・CIBおよびクレディ・アグ

リコル・エス・エーは、合計787.3百万米ドル（すなわち692.7百万ユーロ）の罰金を支払うことに同意し

た。この罰金は既存の準備金から支払われたため、2015年度下半期の会計には影響していない。

連邦準備制度理事会（連邦準備銀行）およびニューヨーク州金融サービス局（NYDFS）との合意は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが行った。米国財務省の外国資産管理室

（OFAC）との合意は、クレディ・アグリコル・CIBが行った。またクレディ・アグリコル・CIBは、コロンビ

ア特別区連邦検事局（USAO）およびニューヨーク郡地方検事局（DANY）と、それぞれ3年の訴追延期合意

（DPA）も締結した。2018年10月19日、USAOおよびDANYとの2件の訴追延期合意は3年の期間が満了し、クレ

ディ・アグリコル・CIBはDPAに基づくすべての義務を履行した。

クレディ・アグリコルは、国際制裁に係る法律に関する内部手続およびその遵守プログラムを引き続き強

化し、米国およびニューヨークの当局と、本国の規制当局である欧州中央銀行およびフランスの金融健全性

規制監督・破綻処理機構（ACPR）と、ならびに世界ネットワークにおける他の規制当局と、今後も十分に協

力していく。

NYDFSおよび米国連邦準備銀行との間で締結された合意に従い、クレディ・アグリコルの遵守プログラム

は、その有効性を評価するため定期的に審査を受ける。この審査には、NYDFSから1年の任期で任命される外

部コンサルタントによる審査、および米国連邦準備銀行の承認を受けた外部コンサルタントによる年1回の審

査が含まれる。

 

　EURIBOR／LIBORおよびその他の指数

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIBは、多くの銀行間

金利に寄与する者として、複数の当局より情報提供の要請を受けている。これは、(ⅰ)多くの通貨における

LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）、EURIBOR（欧州銀行間取引金利）およびその他特定の市場指数の計算、

ならびに(ⅱ)これらの金利および指標に関連する取引についての調査の一環である。これらの要請は、2005

年から2012年までの複数の期間にわたっている。

当局に対する協力の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・

アグリコル・CIBは、議論の相手である様々な当局、特に米国の当局－DOJ（司法省）およびCFTC（商品先物

取引委員会）－に要請された情報を収集するための調査を行った。これらの議論の結果または結論に達する

時期を予測することは現時点では不可能である。

さらに、クレディ・アグリコル・CIBは現在、LIBORおよびEURIBORの両方について、フロリダ州検事総長に

よる調査を受けている。

調査および和解手続の不調を経て、欧州委員会は2014年5月21日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよ

びクレディ・アグリコル・CIBに対し、EURIBORに関するデリバティブの競争を阻止、制限または歪曲する目

的および／もしくは効果を有する合意または協調行動について、異議申立書を送達した。

2016年12月7日付の決定において、欧州委員会は、ユーロ建て金利デリバティブのカルテルに参加したとし

て、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに合わせて114,654,000ユーロの

制裁金を科した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に異議

を申し立て、欧州司法裁判所に対して判決の破棄を求めている。2023年12月20日、同裁判所は、制裁金を
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110,000,000ユーロに減額し、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに帰属

するとされた行為の一部を棄却する判決を下した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・ア

グリコル・CIBはこの判決に対して控訴する機会を検討している。

スイス競争監視機関、すなわちCOMCOは、クレディ・アグリコル・エス・エーならびに複数のスイスの銀行

および国際銀行に関して、EURIBORを含む金利デリバティブ市場の調査を行った。かかる調査は、クレディ・

アグリコル・エス・エーが有罪を認めることなく4,465,701スイス・フランの制裁金および187,012スイス・

フランの手続費用を支払うことに合意した和解合意の後に終了した。

その上、2016年6月には、韓国公正取引委員会（KFTC）が、クレディ・アグリコル・CIBならびに様々な通

貨におけるLIBOR指数、EURIBOR指数およびTIBOR指数について2015年9月に開始した調査を終了すると決定し

た。KFTCは、2018年12月20日にクレディ・アグリコル・CIBに通知された決定に従い、外国為替デリバティブ

の一部（ABS-NDF）についての調査を終了した。

米国における2件の集団訴訟に関して、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・

CIBは2012年度および2013年度以降、他の金融機関と共に、1件は両社が被告として（EURIBORに関する「サリ

バン」事件）、もう1件はクレディ・アグリコル・エス・エーのみが被告として（LIBORに関する「リーバー

マン」事件）指名された。「リーバーマン」集団訴訟は、原告が訴訟手続の放棄を決定したため、現在終了

している。「サリバン」集団訴訟については、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBは、原告の請求の却下を求める申立てを行い、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所は、一審におい

てこれを認める判決を下した。2019年6月14日、原告は本決定に対し控訴した。本控訴の審議が行われるまで

の間に、連邦第2巡回区控訴裁判所は、2021年12月31日、別の訴訟（GELBOIM事件と称される。）において、

外国人の被告に関する米国裁判所の対人管轄権についての判例を修正する判決を下した。進行中の控訴に対

するかかる判例の無効による悪影響を避けるため、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・ア

グリコル・CIBは、原告への55百万米ドルの支払を求める訴訟手続を最終的に終結させることを意図した合意

について、2022年に原告と交渉を行った。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコ

ル・CIB側の有罪の認識を含まないこの合意は、2022年11月15日にニューヨーク州裁判所により承認され、そ

の判決に対する控訴はなされていない。この種の合意でなされた標準的な協力義務によれば、まだ解決して

いない他の当事者との協議との関連で必要となる場合、2023年においても、原告からクレディ・アグリコ

ル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに対して書類提出の要求（確認的証拠開示）を行うことが

できる。

また2016年7月1日以降、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他行と

共に、SIBOR（シンガポール銀行間取引金利）指数およびSOR（シンガポール・スワップ・オファー・レー

ト）指数に関して、米国における新たな集団訴訟（「フロントポイント」事件）の当事者となっている。ク

レディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBによる最初の却下の申立てを認めた後、

米国ニューヨーク州連邦地方裁判所は原告からの新たな要請について判断を下し、クレディ・アグリコル・

エス・エーが当該指数に寄与していなかったことを理由に、同行をフロントポイント事件の対象から除外し

た。しかしながら、同裁判所は、最近の判例法の動向を考慮して、クレディ・アグリコル・CIBおよびSIBOR

指数の設定パネルに参加しているすべての銀行についてはその管轄を適用することができると判断した。

SIBOR／米ドル指数およびSOR指数に関する申立てにおける主張もまた裁判所により却下され、したがって、

SIBOR／シンガポール・ドル指数のみが、引き続き考慮されている。2018年12月26日、原告は、SIBOR指数お

よびSOR指数が操作され米ドルでの取引に影響を与えたとの主張をフロントポイント事件の範囲に再度含める

ことを求め、新たな訴えを提起した。クレディ・アグリコル・CIBは、他の被告と共に、2019年5月2日に開か

れたニューヨーク州連邦地方裁判所での審問においてかかる新たな訴えに反論した。2019年7月26日、連邦裁

判所は、被告による却下の申立てを認めた。2019年8月26日、原告は上訴の申立てを行った。

2021年3月17日、米国第2巡回区控訴裁判所の裁判官3名による合議審が原告の上訴を認めたため、新たな訴

えは受理可能と判断され、手続再開のためニューヨーク州連邦裁判所に差し戻された。クレディ・アグリコ

ル・CIBを含む被告は、第2巡回区控訴裁判所に「en banc」（裁判所の現役裁判官全員）での再審理を要求し
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た。2021年5月6日に第2巡回区控訴裁判所はこの申立てを却下した。2021年5月12日に被告は、この訴訟が連

邦地方裁判所に差し戻される当該決定の執行停止を求めて、新たな申立てを行ったが、2021年5月24日に却下

された。2021年10月1日、被告は米国最高裁判所に対し移送命令を求める申立てを行ったが、2022年1月10日

に本件の不審理が決定した。この訴訟を阻止するため、被告から連邦地方裁判所に新たな申立書が提出され

ており、現在審査中である。

2022年5月27日、この訴訟を最終的に終結させるため、13名の被告全員が原告との和解合意を締結した。

この合意は、各原告への配分基準を設けた、一括払いによる原告への支払を規定している。その結果とし

て、クレディ・アグリコル・CIBによる7.3百万米ドル（総額の8.03％）の支払が規定されている。クレ

ディ・アグリコル・CIB側の有罪の認識を含まないこの合意は、2022年11月29日にニューヨーク州裁判所によ

り承認され、その判決に対する控訴はなされていない。

 

　SSA債

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、米ドル建てSSA債（国際機関

債、サブソブリンおよび政府機関債）の流通市場取引に関与した複数の銀行の活動についての調査に関連し

て、複数の規制当局から情報提供の要請を受けた。クレディ・アグリコル・CIBは、これらの規制当局への協

力を通じて、要請された情報を収集するための内部調査を実施した。2018年12月20日、欧州委員会は、米ド

ル建てSSA債の流通市場取引における欧州競争法違反の疑いに関する調査に含まれた、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBを含む複数の銀行に対して、異議告知書を送付した。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、かかる異議について認識し、2019年3

月29日に回答を送付し、2019年7月10日および11日に口頭審理を受けた。

2021年4月28日付の決定で、欧州委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBに、米ドル建てSSA債の流通市場取引においてカルテルに参加したとして、合わせて3,993,000ユー

ロの制裁金を科した。2021年7月7日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIB

は、この決定を不服として、欧州司法裁判所に控訴した。同裁判所での審問は2023年6月16日に行われたが、

審議の日程は現時点では不明である。

クレディ・アグリコル・CIBは、他行と共に、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所における暫定

的併合集団訴訟の当事者となっていた。当該訴訟は、原告が当事者適格を得るのに十分な損害の申立てをす

ることができなかったという理由により、2018年8月29日に却下された。しかしながら、原告は、かかる瑕疵

の是正を試みる機会が与えられた。原告は、2018年11月7日に修正訴状を提出した。クレディ・アグリコル・

CIBは、他の被告と同様に、当該修正訴状の却下の申立てを行った。2019年9月30日、クレディ・アグリコ

ル・CIBに対する本集団訴訟は、ニューヨーク州における対人管轄権の欠如を理由に却下の判決が下され、そ

の後の判決で、裁判所は、原告はいずれにせよ米国の反トラスト法の違反を立証できなかったと判断した。

2020年6月、原告はかかる2件の判断に対し控訴した。2021年7月19日、第2巡回区控訴裁判所は、原告が米国

の反トラスト法の違反の立証をできなかったという連邦地方裁判所の判旨を認めた。原告が追加の訴訟を起

こさないまま、原告が連邦地方裁判所の判決について米国最高裁判所にさらなる審査を求める期限が2021年

12月2日に経過した。その後、原告は、第一審裁判所の裁判官が訴訟の開始時に利益相反を開示していなかっ

たことを理由に、第一審裁判所の判決を無効とする申立てを行う許可を求めた。この要求を検討するため

に、本訴訟は新たな裁判官に割り当てられ、当該新たな裁判官は、この点に関する見解を提出するよう両当

事者に命じた。2022年10月3日、当該裁判官であるヴァレリ・カプロニ地方裁判所裁判官は、判決の無効を求

める原告の申立てを却下して、また、調査官に訴訟を終了するよう指示する見解および命令を下した。カプ

ロニ裁判官のこの判決に対し、原告は控訴していない。

2019年2月7日、クレディ・アグリコル・CIBおよび米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所で係属中

の集団訴訟の他の被告に対して、新たな2件目の集団訴訟が提起された。2020年7月、原告はかかる集団訴訟

を自主的に中止したが、再開される可能性がある。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1073/1736



2018年7月11日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他の銀行と共

にカナダのオンタリオ州最高裁判所に提起された集団訴訟について通知を受けた。また、カナダ連邦裁判所

に新たな集団訴訟が提起された。オンタリオ州最高裁判所に提起された訴訟は、2020年2月19日に却下され

た。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、連邦裁判所での訴訟手続を終

了することで基本的に合意した。最終的な合意には、依然として裁判所による承認が必要である。

 

　オサリバンおよびタベラ

2017年11月9日、イラクにおけるテロ攻撃によって負傷しまたは殺害されたと主張する人々（またはその家

族もしくは遺産管理人）が、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所に対し、クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

（クレディ・アグリコル・CIB）を含む複数の銀行に対する訴状を提出した（「オサリバンⅠ」事件）。

2018年12月29日、同じ個人集団が、57名の新たな原告を加えて、同じ被告に対して別の訴状を提出した

（「オサリバンⅡ」事件）。

2018年12月21日、別の個人集団も、同じ被告に対して訴状を提出した（「タベラ」事件）。

かかる3件の訴状は、クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被

告が、イランおよびその代表者と共謀して米国の制裁に違反し、米国の反テロリズム法およびテロ支援者制

裁法に反してイランの企業と取引を行った、と主張する。具体的には、クレディ・アグリコル・エス・

エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被告が、米国財務省の外国資産管理室が科した制裁に違反

してイランおよびイランの企業と米ドル建ての取引を行ったことで、イランはテロ組織への資金供与が可能

となり、かかるテロ組織が原告を攻撃した、と主張している。原告団は損害賠償を求めているが、その金額

は明らかにしていない。

2018年3月2日、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被告は、「オサリバンⅠ」事件の訴状を却下す

る申立てを行った。2019年3月28日、裁判所は被告の却下の申立てを承諾した。2019年4月22日、原告は訴状

を修正する申立てを行った。被告は2019年5月20日にこの申立てに反論し、原告が2019年6月10日に回答し

た。2020年2月25日、原告の訴状修正の申立ては認められず、原告による原訴訟は棄却された。

2020年5月28日、原告は上訴が可能となるように裁判所が被告に対して最終判決を示すよう求める申立てを

行った。2020年6月11日、被告は原告の申立てに対する異議申立てを行い、原告は2020年6月18日に反論書面

を提出した。2021年6月29日、裁判所は原告の申立てを棄却した。

訴訟手続：「オサリバン」事件に関しては、2021年7月28日、裁判所は、関連訴訟であるフリーマン対HSBC

ホールディングスPLC（第19-3970号事件（第2巡回区控訴裁判所））（「フリーマンⅠ」事件）の現在進行中

の控訴審の判決が出るまで「オサリバンⅠ」事件を保留した。（「オサリバンⅡ」事件は「オサリバンⅠ」

事件の判決が出るまで保留されており、「タベラ」事件はこれまで、「フリーマンⅠ」事件の控訴審の結果

が出るまで保留されてきた。）2023年6月5日、裁判所は、「フリーマンⅠ」事件における米国最高裁判所の

判決が出るまで、「オサリバンⅠ」事件および「オサリバンⅡ」事件の保留を延長した。2023年10月2日、最

高裁判所は、「フリーマンⅠ」事件における第2巡回区控訴裁判所の判決の再審理の申立てを棄却した。2023

年11月9日、裁判所は、「フリーマンI」事件および関連訴訟、特にフリーマン対HSBCホールディングスPLC

（第18-cv-7359号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅡ」事件）およびス

ティーブンス対HSBCホールディングスPLC（第18-cv-7439号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判

所））において地方裁判所に提起された特定の申立ての判決が出るまで、保留を延長した。

「タベラ」事件に関しては、2023年9月12日、裁判所は、最高裁判所による「フリーマンⅠ」事件の判決が

出るまで保留を延長した。2023年10月2日、最高裁判所は、「フリーマンⅠ」事件における第2巡回区控訴裁

判所の判決の再審理の申立てを棄却した。2023年11月8日、裁判所は、フリーマンⅠ、フリーマンⅡおよびス

ティーブンスの事件において地方裁判所に提起された特定の申立ての判決が出るまで保留を延長し、2024年4

月1日に現状報告書を提出するよう原告に命じた。
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　クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.

クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・エス・エーの完全所有子会社であるクレディ・

アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.およびその子会社が販売するリボルビン

グ・ローンの金利の見直し条件が、かかる金利の改定および利息の過払いの可能性に関して借り手からの申

立ての対象となっている。

2019年1月21日、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.の2つの子

会社が関連する2件の別の訴訟において、オランダの金融サービス苦情処理当局であるKIFIDの控訴委員会

は、消費者が金利決定の具体的な要因に関する情報を全くまたは十分に持たない場合、個別の金利は消費者

ローンの市場金利の傾向に従う必要があると決定した。

2020年5月、クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.は、債務者の

利益のために、KIFIDのかかる決定を考慮した補償計画を実施した。オランダのその他の機関も補償計画を実

施した。クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナンス・ネーデルランドB.V.の監督委員会は、こ

の補償計画を2021年3月1日に終了することを決定した。

 

CACEISジャーマニー

2019年4月30日、CACEISジャーマニーは、バイエルンの税務当局から、2010年に多数の顧客に還付された配

当税の払戻しを求める申立てを提起された。

請求額は312百万ユーロであった。これに伴い、148百万ユーロの利息（年率6％で計算）の支払も求められ

た。

CACEISジャーマニー（CACEISバンク・エス・エー）は、この請求に何ら根拠が見られないため断固として

争う姿勢である。CACEISジャーマニーは、一方では、本案の要求に反論するため、他方では、本案の審理の

結果が出るまで支払を猶予するよう求めるため、課税当局に不服を申し立てた。利息148百万ユーロの支払猶

予は認められたが、312百万ユーロの払戻請求の猶予は却下された。CACEISバンク・エス・エーは、この却下

の決定につき不服を申し立てた。却下の決定は拘束力を有するため、CACEISバンク・エス・エーは312百万

ユーロを支払ったが、係属中の不服申立てを考慮して、同額の債権を計上した。ミュンヘンの税務当局は、

2022年11月25日の決定により、本案に対するCACEISバンク・エス・エーの不服申立てを却下した。2022年12

月21日、CACEISバンク・エス・エーは、上記のミュンヘン税務当局の決定および上記の配当税の払戻請求に

不服を申し立てる訴訟を提起した。CACEISバンク・エス・エーは、自らの主張に確信を持っているため、会

計の変更を行っていない。

 

CAバンク・ポルスカ

2007年から2008年にかけて、CAバンク・ポルスカおよび他のポーランドの銀行は、スイス・フラン（CHF）

建てまたはCHFに連動し、ポーランド・ズウォティ（PLN）建てで返済されるモーゲージ・ローンを提供し

た。ポーランドの通貨（PLN）に対するCHFの為替相場が大幅に上昇したことで、借り手のローン返済額が大

幅に増加した。

裁判所が、銀行が適用為替レートを一方的に決定することを認めるこれらのローン契約の条項は不公正で

あると判断していることから、銀行に対して提起される訴訟件数は増え続けている。

2022年5月、CAバンク・ポルスカは、借り手から提起された訴訟に対し、法定外の和解プログラムを開始し

た。

 

H2Oファンド保有者による訴訟

2023年12月20日および26日、「コレクティフ・ポルトゥールH2O」として知られる団体に属する合計6,077

の個人および法人が、H2O AM LLP、H2O AMユロップSASおよびH2O AMホールディングに対して直接申立てた実

質的な訴訟の一部として、ナティクシス・インベストメント・マネージャーズおよびKPMGオーディットとと

もに、CACEISバンクに対する訴訟をパリ商事裁判所に提起した。
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原告は、H2Oグループの会社が運用するファンドのユニットの保有者（その資産の一部は2020年にサイドポ

ケットに分離された。）およびこれらのファンドが用いられるユニット・リンク保険契約に投資した生命保

険証券の保有者である。原告は、当該ファンドの分離により被ったと考えている723,826,265.98ユーロの損

失に関して、すべての被告が連帯して賠償責任を負うとの判決を求めている。

原告は、CACEISバンクがH2Oグループおよび他の共同被告と連帯責任を負うことを求める中で、CACEISバン

クが当該ファンドのカストディアンとして注意義務に違反したと主張している。

 

住宅購入貯蓄制度

 

　貯蓄期間中に住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度により積み立てられた預金

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 9,597 9,427

4年から10年 45,400 52,512

10年超 40,646 43,948

住宅購入貯蓄制度合計 95,643 105,887

住宅購入貯蓄勘定合計 13,897 13,446

住宅購入貯蓄契約により積み立てられた預金合計 109,540 119,333

 

顧客資産（政府の補助金は含まない。）は、2023年12月31日現在の財務書類については2023年11月末時点

の帳簿価額に、2022年12月31日現在の財務書類については2021年11月末時点の帳簿価額に基づいている。

 

　住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度で付与された貸出金残高

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

住宅購入貯蓄制度 6 1

住宅購入貯蓄勘定 4 5

住宅購入貯蓄契約で付与された貸出金残高合計 10 6

 
　住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度に係る引当金
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 4 -

4年から10年 6 9

10年超 30 326

住宅購入貯蓄制度合計 40 335

住宅購入貯蓄勘定合計 1 -

住宅購入貯蓄契約に係る引当金合計 41 335

 

住宅購入貯蓄制度は以下の3つの要素で構成される。

・住宅購入貯蓄制度（以下「HPSP」という。）の保有者に、あらかじめ設定された金利条件で投資を延長

できるオプションが付された貯蓄要素

・あらかじめ設定された金利条件下で将来行われる可能性のある、HPSPおよび住宅購入貯蓄勘定（以下

「HPSA」という。）による貸出金に伴うコミットメント要素

・既に実行されているが、実行時点で市場金利と同じではない金利条件で実行された可能性のあるHPSPお

よびHPSAの貸出金に関連する信用要素

2022年度上半期までは、貯蓄要素だけが重要であった。金利が低水準であったため、HPSPの貯蓄要素は

（主に古くに組成された、金利が2％を超えるものは）魅力的なものであった。金利の急上昇により、当行グ

ループは、2022年6月30日現在の水準で当該制度を中止した。
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2023年度下半期に状況が落ち着き、顧客商品間の金利階層が再び安定したため、当行グループは住宅貯蓄

制度モデルのパラメータを更新した。新しい金利環境の下で貯蓄要素は大幅に削減され、コミットメント要

素が制度の90％を占めるようになった。

コミットメント要素の引当金の計算では、専門家の意見に従って設定された2.5％、2％、1.5％および1％

のHPSPの組成率のパラメータ、すなわち四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数およびHPSP契約の枠内で供与さ

れた貸出金の割合が考慮される。これらのパラメータは、当行の利用可能な実績に基づく専門家の評価が現

在の状況を反映しない場合に限り、専門家の意見に基づき設定されている。

四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数が0.1％増加すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・

アグリコル・エス・エーの引当金は3％増加する。HPSP契約に基づいて付与された貸出金の割合が0.1％増加

すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・アグリコル・エス・エーの引当金は5％減少する。

制度の期間は、加入している制度の設定の中間日を基準に決定される。

地域銀行に積み立てられた住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定はすべて、クレディ・アグリコル・

エス・エーの連結財務書類の負債に全額認識されている。

上記の表では、住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄勘定に係る貸出金残高のうち、半額がクレディ・ア

グリコル・エス・エーに認識され、残りの半額が地域銀行に認識されている。

引当金に計上された金額は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびLCLが負うリスクに相当する。

したがって、計上された引当金と当行グループの貸借対照表上の残高との比率は、住宅購入貯蓄リスクの

引当金の水準を示すものではない。

 

6.17　劣後債務

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

期限付劣後債務
(1) 25,104 23,062

永久劣後債務
(2) - 106

相互保証預託金 213 202

参加型有価証券・ローン 1 1

帳簿価額 25,317 23,370

(1) 期限付劣後債（TSR）の発行を含む。

(2) 超劣後債（TSS）および永久劣後債（TSDI）の発行を含む。

 

劣後債の発行

クレディ・アグリコル・エス・エーによる劣後債の発行は資本管理の一部であり、またクレディ・アグリ

コル・エス・エーのすべての業務の借換に貢献している。

金融機関および投資会社の資本要件に係る欧州指令および規則（CRD Ⅳ/CRR
(1)

）ならびにそのフランス法

における適用条件は、劣後債が規制資本適格となる条件を定め、また、これらの条件を満たさないかまたは

外れる発行済証券の適格性を段階的に無効にするという条件を定めている。

新発債、既発債を問わず、劣後債の発行はすべて、一定の状況において全部もしくは一部の償却または資

本への転換があること、また、金融機関および投資会社の再編および破綻に関する欧州指令（DRRB
(2)

）を置

き換えて適用されるフランス法に従って、ベイルインの対象となる可能性が高い。

劣後債は、上位無担保優先債券または非上位無担保優先債券とは異なり、その清算の順位（元本および利

息）は、発行日に応じて、適用されるフランス法を明示的に参照する劣後条項によって契約上規定されてい

る。（劣後債は、非上位無担保優先債券および上位無担保優先債券の下位に位置する。）。その結果、劣後

債は、いかなる場合でもこれらの無担保優先債券よりも先に、特に発行体の破綻処理の一環で所管当局によ

りベイルイン条項が発動される場合に、資本に転換または評価損が計上される。同様に、同発行体が清算さ

れた場合は、それら劣後債の債権者は、これらの上位無担保債券および非上位無担保債券への支払いが行わ

れた後に、依然として利用可能な資金がある場合にのみ支払われるとされている。
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(1) 2019年5月20日付の指令（EU）第2019/878号（およびそのフランス法への置き換え）による改正および修正を含む

2013年6月26日付の指令第2013/36/EU号、ならびに特に2019年5月20日付の規則（EU）第2019/876号による補足お

よび改正を含む2013年6月26日付の規則（EU）第575/2013号。

(2) 特に2019年5月20日付の指令（EU）第2019/879号による補足および改正を含む2014年5月15日付の指令第

2014/59/EU号。

 

6.18　株主持分合計

 

2023年12月31日現在の所有者構成

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーが認識している、資本および議決権の所有割合

は以下のとおりである。

 

株主
2023年12月31日

現在の株式数

資本金

持分割合(％)

議決権の

所有割合(％)

SASリュ・ラ・ボエスィ 1,822,030,012 59.69％ 60.15％

自己株式 23,559,181 0.77％ -

従業員（ESOP） 199,528,922 6.54％ 6.59％

一般 1,007,619,876 33.01％ 33.26％

合計 3,052,737,991 100.00％ 100.00％

 

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は9,158,213,973ユーロで、額面金額が

3ユーロの全額払込済普通株式3,052,737,991株で構成されている。

SASリュ・ラ・ボエスィはクレディ・アグリコル地域銀行により全額出資されている。SASリュ・ラ・ボエ

スィは、2023年度上半期末までにクレディ・アグリコル・エス・エーの株式を最大1十億ユーロ取得する意向

があることを、2022年11月10日に公表した。当該取引はスケジュールに従って進行し、2023年6月に完了し

た。当該取引の目的は、2022年度末の株価の低迷を改善することであった。

2023年8月4日、SASリュ・ラ・ボエスィは、当該取引を再度実施し、2024年度上半期末までにクレディ・ア

グリコル・エス・エーの株式を最大1十億ユーロ取得する意向があることを発表した。SASリュ・ラ・ボエ

スィは、当該取引の目的も前回同様に現在の経済状況下での株価の低迷を改善することである旨を発表し

た。

これに並行して、2023年10月6日に開始されたクレディ・アグリコル・エス・エーの株式買戻しプログラム

が、2024年1月25日にすべて完了した。同日現在、26,835,641株のクレディ・アグリコル・エス・エーの普通

株式が、独立投資サービス提供者に与えた取消不能の指示に基づき、総額322,122,626ユーロの買取価格で購

入されている。したがって、この取消不能の指示は同日に終了した。

既に公表されたとおり、本取引は、2023年度の従業員割当増資による希薄化効果を相殺するためのもので

あり、本株式買戻しプログラムにより購入された株式は消却される予定である。

この取引によるクレディ・アグリコル・エス・エーのCET1比率への影響は-8ベーシス・ポイント、クレ

ディ・アグリコル・グループの当該比率への影響は-5ベーシス・ポイントである。

クレディ・アグリコル・エス・エーの株式に関して、2006年10月25日にクレディ・アグリコル・シュヴ

ルー・エス・エー（ケプラーによる買収後、2013年にケプラー・シュヴルーに改称）との間にマーケット・

メイキング契約が締結された。

この契約は毎年自動的に更新される。担当者が完全な独立性をもって、またEU規則第596/2014号および第

2016/908号の規定ならびにフランス金融市場庁の決定第2021-01号に従い契約に規定された業務を行うことが

できるように、この契約には最大50百万ユーロが割り当てられている。

株式買戻しプログラムの実行中に一時的に停止していたケプラー・シュヴルーとの既存のマーケット・メ

イキング契約の施行は、再開される予定である。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1078/1736



当行の認識では、直接的、間接的もしくは共同で資本または議決権を5％以上所有する株主は他にはいな

い。

 

1株当たり利益

 2023年12月31日 2022年12月31日

当期純利益－当行グループの持分（百万ユーロ） 6,348 5,306

永久超劣後債に係る支払利息（百万ユーロ） (458) (412)

普通株式の株主に帰属する純利益（百万ユーロ） 5,890 4,894

流通している当期加重平均普通株式数 3,031,055,333 2,989,007,006

調整比率 1.000 1.000

希薄化後1株当たり利益の計算に使用された加重平均普通株式数 3,031,055,333 2,989,007,006

基本的1株当たり利益（ユーロ） 1.943 1.637

継続事業による基本的1株当たり利益（ユーロ） 1.944 1.598

非継続事業による基本的1株当たり利益（ユーロ） (0.001) 0.039

希薄化後1株当たり利益（ユーロ） 1.943 1.637

継続事業による希薄化後1株当たり利益（ユーロ） 1.944 1.598

非継続事業による希薄化後1株当たり利益（ユーロ） (0.001) 0.039

 

劣後債および超劣後債に帰属する純利益は、劣後債とその他Tier 1超劣後債の発行に係る発行費用および

経過利息に相当する。かかる金額は、2023年12月31日現在、-458百万ユーロであった。

クレディ・アグリコル・エス・エー株の平均価格の変動を考慮すると、クレディ・アグリコル・エス・

エーのすべてのストック・オプション制度は希薄化効果をもたらさない。

クレディ・アグリコル・エス・エーによる希薄化効果のある潜在株式がないため、基本的1株当たり利益は

希薄化後1株当たり利益と同じとなる。

 

配当金

2023事業年度について、2024年2月7日に開催されたクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会で、

2024年5月22日の株主総会において2024年5月31日を支払日として1株当たり1.05ユーロの現金配当の支払を提

案する旨の決定がなされた。

 

各事業年度の提案（ユーロ） 2023年度 2022年度 2021年度 2020年度 2019年度

配当 1.05 1.05 1.05 0.80 -

 

事業年度中の支払配当金

2023年5月17日に開催されたクレディ・アグリコル・エス・エーの株主総会で、1株当たり1.05ユーロの現

金配当の支払が承認された。したがって、配当金総額3.2十億ユーロが支払われた。

 

利益処分

利益処分案は、2024年5月22日水曜日に開催されるクレディ・アグリコル・エス・エーの合同株主総会で、

取締役会により提出される決議案に記載されている。

クレディ・アグリコル・エス・エー（親会社）は、2023事業年度において3,106,048,884ユーロの純利益を

計上した。

取締役会は、合同株主総会に対し、以下の事項を提案することを決定した。

・当事業年度の利益を3,106,048,884 ユーロ計上すること。

・(ⅰ)既に資本金の10分の1に達しているため、法定準備金への割当がなかったこと、および(ⅱ)利益剰余金

15,792,522,751ユーロを考慮して、分配可能利益を18,898,571,635ユーロ計上すること。

・1株当たり1.05ユーロの普通配当金を定めること。

・分配可能利益から配当金3,180,637,751ユーロ
(1)

を支払うこと。
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・分配されなかった利益の残高15,717,933,884ユーロ
(1)

を利益剰余金に割り当てること。

(1) この金額は、2023年12月31日現在の配当適格株式数に基づいて設定され、配当適格株式数に変更があった場合

は、支払日に適宜調整される。利益剰余金勘定に割り当てられる金額は、実際に支払われた配当金を基準に適宜

決定される。

 

永久金融商品

当行グループの持分に分類される永久劣後債および永久超劣後債の主な発行は、以下のとおりである。

 

発行日 通貨

2022年

12月31日

現在の表示通

貨建て金額

（百万）

部分的な

買戻しお

よび償還

（百万）

2023年

12月31日

現在の表示通

貨建て金額

（百万）

2023年12月31日現在  

開始時の為替

レートによる

ユーロ建て金

額（百万ユー

ロ）

当行グルー

プの支払利

息（百万

ユーロ）

発行費用（税

金控除後）

（百万ユー

ロ)

当行グルー

プの株主持

分（百万

ユーロ)

2014年1月23日 米ドル 1,750 - 1,750 1,283 (1,204) (8) 72

2014年4月8日 英ポンド 103 - 103 126 (88) (1) 36

2016年1月19日 米ドル 1,250 - 1,250 1,150 (716) (8) 425

2019年2月26日 米ドル 1,250 - 1,250 1,098 (357) (7) 734

2020年10月14日 ユーロ 750 - 750 750 (96) (5) 649

2021年6月23日 英ポンド 397 - 397 481 (88) (1) 392

2022年1月4日 米ドル 1,250 - 1,250 1,102 (109) (8) 985

2023年10月1日 ユーロ  - 1,250 1,250 (86) (9) 1,155

クレディ・アグリコ

ル・エス・エーによ

る発行

    7,240 (2,744) (47) 4,448

内部で引き受けられ

た発行：
        

当行グループの持

分／非支配持分の影

響

    - 182 - 182

合計     7,240 (2,562) (47) 4,630

 

非支配持分の株主持分（保険）に分類される永久劣後債および永久超劣後債の主な発行は、以下のとおり

である。

 

発行日 通貨

2022年12月31日現

在の表示通貨建て

金額

（百万）

部分的な買戻し

および償還

（百万）

2023年12月31日現

在の表示通貨建て

金額

（百万）

2023年12月31日現在

開始時の為替

レートによる

ユーロ建て金額

（百万ユーロ）

利益－非支配持

分

（百万ユーロ）

2014年10月14日 ユーロ 745 (119) 626 626 (255)

2015年1月13日 ユーロ 1,000 (380) 620 620 (211)

保険の発行     1,246 (466)

合計     1,246 (466)

 

株主持分のうち当行グループの持分および非支配持分に影響を及ぼす永久劣後債および永久超劣後債に関

する変動は、以下のとおりである。
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（百万ユーロ）

株主持分－

当行グループの持分
非支配持分

2023年

12月31日

2022年

12月31日

2023年

12月31日

2022年

12月31日

永久超劣後債     

準備金として計上された支払利息 (454) (404) (60) (34)

額面金額の変動 1,231 1,101 (499) -

純利益に計上された証券保有者への支払利息に係

る節税
133 113 - -

準備金として計上された発行費（税金控除後） (4) (8) - -

その他 - - (191) -

永久劣後債     

準備金として計上された支払利息 - - 102 (76)

額面金額の変更 - - - -

純利益に計上された証券保有者への支払利息に係

る節税
23 20 - -

準備金として計上された発行費（税金控除後） - - - -

その他 - - - -

 

永久劣後債および超劣後債は発行された資本性金融商品とみなされるため、支払われた利息等に対する税

効果は、損益計算書において法人所得税として認識される。

 

6.19　契約上の満期別の金融資産および金融負債の内訳

 

貸借対照表上の金融資産および金融負債は契約上の満期日別に分けられる。

売買目的保有デリバティブ商品およびヘッジ手段のデリバティブ商品の満期は、契約上の満期日と一致す

る。

資本性金融商品は、本来契約上の満期がないため、「期間の定めなし」として分類されている。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の定め

なし
合計

現金および中央銀行預け金 177,320 - - - - 177,320

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
133,011 46,184 63,277 91,057 190,043 523,572

ヘッジ手段のデリバティブ 2,159 872 7,889 9,533 - 20,453

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
4,758 13,535 63,374 127,681 6,128 215,476

償却原価で測定する金融資産 222,362 140,536 511,670 276,068 384 1,151,020

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(6,241)     (6,241)

満期別の金融資産合計 533,369 201,127 646,210 504,339 196,555 2,081,600

中央銀行からの預り金 274 - - - - 274

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
142,381 40,353 91,623 80,142 3,438 357,937

ヘッジ手段のデリバティブ 3,815 943 8,236 17,998 - 30,992

償却原価で測定する金融負債 944,251 117,906 162,714 65,951 - 1,290,822

劣後債務 64 650 15,173 9,218 212 25,317
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金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(11,586)     (11,586)

満期別の金融負債合計 1,079,199 159,852 277,746 173,309 3,650 1,693,756

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

期間の定め

なし
合計

現金および中央銀行預け金 207,648 - - - - 207,648

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産
(1) 108,113 35,457 52,877 74,321 175,704 446,472

ヘッジ手段のデリバティブ 5,271 2,685 9,903 14,008 - 31,867

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
6,633 19,552 68,536 111,230 2,909 208,860

償却原価で測定する金融資産 197,596 175,376 502,587 267,013 718 1,143,290

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(16,115)    (16,115)

満期別の金融資産合計 509,146 233,070 633,903 466,572 179,331 2,022,022

中央銀行からの預り金 59 - - - - 59

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債
120,810 23,995 66,750 77,970 3,115 292,640

ヘッジ手段のデリバティブ 7,743 3,671 10,422 23,808 - 45,644

償却原価で測定する金融負債 935,893 164,198 177,792 46,670 - 1,324,553

劣後債務 24 601 12,270 10,168 307 23,370

金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再

評価調整
(15,660)     (15,660)

満期別の金融負債合計 1,048,869 192,465 267,234 158,616 3,422 1,670,606

(1) 2022年12月31日現在、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、16十億ユーロが満期「5年超」および「期間

の定めなし」に組替えられた。

 

次へ
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注記7　従業員給付およびその他の報酬

 

7.1　従業員費用の分析

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

給与
(1)(2) (6,302) (5,665)

確定拠出制度への拠出 (445) (441)

確定給付制度への拠出 (33) (33)

その他の社会保障費 (1,457) (1,295)

利益分配およびインセンティブ制度 (321) (328)

給与に関連する税金 (381) (372)

従業員費用合計 (8,938) (8,134)

(1) 市場専門家に対して支払う繰延変動報酬に関し、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年12月31日現在、

86.5百万ユーロ（2022年12月31日現在においては61百万ユーロ）の株式報酬費用を計上した。

(2) うち、退職関連補償は2023年12月31日現在、155百万ユーロ（2022年12月31日現在においては235百万ユーロ）で

あった。

 

7.2　当期平均従業員数

 

平均従業員数 2023年12月31日 2022年12月31日

フランス 36,444 35,295

海外 42,379 36,357

合計 78,823 71,652

 

7.3　退職給付、確定拠出制度

 

「雇用主」は、様々な強制加入年金制度に拠出している。制度資産は独立した組織によって管理され、基

金が当事業年度中および過年度において提供された従業員の勤務に対応する従業員給付をすべて賄うために

十分な資産を保有していない場合でも、拠出する企業には追加拠出を行う法的または推定的義務がない。し

たがって、当該制度につき、クレディ・アグリコル・エス・エーの企業には、支払うべき拠出金以外に負債

はない。

当行グループには複数の強制加入確定拠出年金制度があり、このうち主要なものは、フランスの補完年金

制度であるAgirc/Arrcoで、特にUESクレディ・アグリコル・エス・エー内でいくつかの補完制度が導入され

ている。

 

フランスの補完年金制度の分析

事業部門 事業体
強制加入の

補完年金制度

対象従業員数

(2023年12月31日

現在の推定)

対象従業員数

(2022年12月31日

現在の推定)

業務サポート機能
UESクレディ・アグリコ

ル・エス・エー
農業年金制度1.24％ 1,902 1,791

業務サポート機能
UESクレディ・アグリコ

ル・エス・エー

「第83条」当行グループ

業務執行役員年金制度
196 238

フランス国内リテール・

バンキング - LCL
LCL

「第83条」当行グループ

業務執行役員年金制度
229 253

大口顧客
クレディ・アグリコル・

CIB
「第83条」型年金制度 5,852 5,579

資産収集
CAAS ／ パ シ フ ィ カ ／

SPIRICA
農業年金制度1.24％ 5,112 4,728

資産収集
CAAS ／ パ シ フ ィ カ ／

SPIRICA

「第83条」当行グループ

業務執行役員年金制度
75 79
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資産収集

CACI／CAインドスエズ・

ウェルス（フランス）CA

インドスエズ・ウェルス

（グループ）／アムン

ディ

「第83条」型年金制度 4,103 4,062

 

7.4　退職給付、確定給付制度

 

数理計算上の負債の変動

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

前年度12月31日現在の数理計算上の負債 1,072 1,386 2,458 3,230

為替換算調整勘定 - 50 50 22

当期勤務費用 45 28 74 95

金融費用 39 44 83 30

従業員の拠出 1 18 19 17

給付制度の変更、撤廃および清算 (18) - (18) (3)

範囲の変更 76 11 87 (7)

給付支払額（必須） (78) (77) (155) (235)

税金、管理費用および賞与 - - - -

人口統計上の仮定の変更により生じた数理計算

上の差益／（差損）
(1) 25 (2) 22 64

財務上の仮定の変更により生じた数理計算上の

差益／（差損）
(1) 45 80 125 (755)

期末現在の数理計算上の負債 1,206 1,537 2,743 2,458

(1) 実績による修正に関する数理計算上の差益／差損を含む。

 
損益計算書で認識された費用純額の内訳

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

勤務費用 (28) (29) (57) (93)

利息純額に係る収益／（費用） (9) (1) (10) (4)

当年度の損益計算書への影響 (37) (30) (67) (97)

 
後の期に損益に組替えることのないその他の包括利益に計上された収益の内訳

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

純負債（純資産）からの再評価     

期首現在の、純損益に組替えることのないその

他の包括利益に計上された数理計算上の差益／

差損合計

300 124 424 733

為替換算調整勘定 - 1 1 3

資産に係る数理計算上の差益／（差損） (1) (14) (15) 373

人口統計上の仮定の変更により生じた数理計算

上の差益／（差損）
(1) 25 (2) 22 64

財務上の仮定の変更により生じた数理計算上の

差益／（差損）
(1) 45 80 125 (755)

資産制限の影響による調整 5 2 7 6

期末現在の、純損益に組替えることのないその

他の包括利益に計上された数理計算上の差益／

差損合計

374 190 564 424

(1) 実績による修正に関する数理計算上の差益および差損を含む。
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資産の公正価値の変動

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

期首現在の資産の公正価値 589 1,361 1,950 2,294

為替換算調整勘定 - 47 47 15

資産に係る利息（収益） 22 44 66 25

数理計算上の差益／（差損） 4 14 18 (378)

雇用主の拠出 2 30 32 82

従業員の拠出 1 18 19 17

給付制度の変更、撤廃および清算 - - - -

範囲の変更 40 11 51 2

税金、管理費用および賞与 - (1) (1) (1)

給付制度に基づいて支払われた給付 (19) (75) (94) (106)

期末現在の資産の公正価値 638 1,449 2,087 1,950

 
補填の権利の公正価値の変動

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

期首現在の補填の権利の公正価値 225 - 225 288

為替換算調整勘定 - - - -

補填の権利に係る利息（収益） 8 - 8 1

数理計算上の差益／（差損） (3) - (3) 5

雇用主の拠出 15 - 15 1

従業員の拠出 - - - -

給付制度の変更、撤廃および清算 - - - -

範囲の変更 2 - 2 (4)

税金、管理費用および賞与 - - - -

給付制度に基づいて支払われた給付 (10) - (10) (66)

期末現在の補填の権利の公正価値 237 - 237 225

 
正味ポジション

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域 全域

期末現在の数理計算上の負債 (1,206) (1,537) (2,743) (2,458)

資産制限による影響 (18) (9) (27) (20)

期末の資産の公正価値 638 1,449 2,087 1,950

期末現在の資産／（負債）の正味ポジション (587) (97) (684) (528)

 
確定給付制度：主要な数理計算上の仮定

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

ユーロ圏 ユーロ圏外 ユーロ圏 ユーロ圏外

割引率
(1) 3.14％ 2.77％ 3.46％ 3.29％

制度資産および補填の権利に係る実際の収

益率
3.93％ 3.99％ (3.25)％ (18.67)％

予想昇給率
(2) 1.78％ 1.75％ 1.62％ 1.74％

医療費の変動率 0.00％ 0.00％ 0.00％ 0.00％

(1) 割引率は、契約の平均期間、すなわち従業員の想定離職率で加重した、評価日から支払日までの間で算定された期

間の算術平均に基づいて決定される。iBoxx 格付AAを参照した割引率を基準に使用している。

(2) 関連する従業員（管理職か非管理職か）によって異なる。

 

制度資産に関する情報：資産の配分
(1)

（百万ユーロ）

ユーロ圏 ユーロ圏外 全域

割合 金額 うち上場 割合 金額 うち上場 割合 金額 うち上場
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株式 11.6％ 101 99 28.5％ 412 412 22.1％ 514 511

債券 32.6％ 285 275 38.9％ 564 564 36.5％ 848 839

不動産 5.0％ 44  11.1％ 160  8.8％ 204  

その他 50.8％ 444  21.6％ 313  32.6％ 757  

(1) 補填の権利の公正価値を含む。

 

2023年12月31日現在、感応度は以下のとおりである。

・割引率が50ベーシス・ポイント上昇することで、コミットメントは5.83％減少する。

・割引率が50ベーシス・ポイント低下することで、コミットメントは6.26％増加する。

2023年度の退職給付制度に関して支払が見込まれる給付は以下のとおりである。

・雇用主または補填の権利に関する基金によって支払われる給付：61百万ユーロ（2022年度においては129百

万ユーロ）。

・制度資産によって支払われる給付：94百万ユーロ（2022年度においては106百万ユーロ）。

雇用関連のコミットメントに関するクレディ・アグリコル・エス・エーの方針は、最低限の積立金を確保

することが求められている国では、当該地の規則を反映したものとなっている。当行グループの退職給付支

払義務から生じる全体のコミットメントは、2023年12月31日現在において76％がカバーされた（補填の権利

を含む。）。

 

7.5　その他の従業員給付

 

フランスにおいて、当行グループの主要な事業体は、長期勤続報奨を支払っている。給付額は、慣例およ

び締結されている団体労働協約に従い変動する。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーによってその他の雇用関連のコミットメントの

ために積み立てられた引当金は、461百万ユーロとなった。

 

7.6　株式報酬

 

7.6.1　ストック・オプション制度

 

2023年度において、新たに導入された制度はなかった。

 

7.6.2　株式決済型または株価連動現金決済型の繰延変動報酬

 

当行グループが実施した繰延変動報酬制度は、下記の2種類である。

・持分決済型制度

・クレディ・アグリコル・エス・エー株価に連動する現金決済型制度

2016年1月1日以降、既存のまたは将来的なすべての繰延変動報酬制度は、クレディ・アグリコル・エス・

エー株価に連動する現金決済型制度となっている。クレディ・アグリコル・エス・エー株価に基づくコミッ

トメントの再評価に係る影響は重大ではなく、株主持分に計上された。

かかる繰延変動報酬は、雇用期間および業績条件に応じて決定され、2024年3月、2025年3月、2026年3月、

2027年3月および2028年3月まで繰り延べられる。

これらの制度に関連する費用は、報酬費用として認識される。雇用期間を反映するため、権利確定期間に

わたって定額法に基づき、負債は従業員への費用の見合い額として計上される。負債は決済日までの間、ク

レディ・アグリコル・エス・エー株価の変動および権利確定条件（雇用期間および業績）に応じて、定期的

に純損益を通じて再評価される。
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7.7　業務執行役員の報酬

 

クレディ・アグリコル・エス・エーの上級経営陣には、業務執行委員会の全メンバー（すなわち、最高経

営責任者、最高経営責任者代理、当行グループの諸部門のジェネラル・マネージャー代理、主要子会社の最

高経営責任者ならびに当行グループの中核事業の責任者）が含まれる。

2023年度に業務執行委員会のメンバーに支払われた報酬および給付は、以下のとおりであった。

・短期給付：固定報酬および変動報酬（社会保障費ならびに現物による給付を含む。）27.3百万ユーロ（う

ち2.3百万ユーロは株式インデックス商品による報酬）。

・退職給付：退職給付金および当行グループの業務執行役員を対象とした補完年金制度に係る1.5百万ユー

ロ。

・その他の長期従業員給付：長期勤続報酬として付与された金額に重要性はない。

・雇用契約の終了に関する補償：かかる金額に重要性はない。

・その他株式報酬：該当なし。

2023年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会のメンバーは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの取締役としての職務に対して総額1,538,900ユーロまたは純額1,120,891ユーロの取締役報

酬を受領した。

上記の金額には、クレディ・アグリコル・エス・エーの最高経営責任者と最高経営責任者代理に支払われ

た報酬および給付金が含まれている。
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注記8　リース契約

 

8.1　当行グループが借手である場合のリース

貸借対照表の項目「有形固定資産」は、投資不動産の定義に合致しない自己資産およびリース資産で構成

されている。

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

所有する有形固定資産 6,978 4,353

リース契約に基づく使用権 1,608 1,667

事業に使用される有形固定資産の合計 8,586 6,020

 

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IT設備（コピー機、コンピュータ等）のリース契約の借手

でもあり、契約期間は1年から3年となっている。これらは、少額および／または短期リースである。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第16号の免除規定を適用し、これらのリースの使用権資産および

リース負債を貸借対照表に計上しないことを選択した。

 

使用権資産の変動

クレディ・アグリコル・エス・エーは、事務所、代理店、コンピューター機器を含む多くの資産の借手で

ある。

クレディ・アグリコル・エス・エーが借手となっている契約に関する情報を以下に示す。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2023年

12月31日

不動産        

総額 2,649 103 297 (340) (9) - 2,700

減価償却費および減損 (1,011) (24) (320) 233 1 - (1,121)

不動産合計 1,638 79 (23) (107) (8) - 1,579

設備        

総額 80 - 19 (24) 2 - 78

減価償却費および減損 (51) - (15) 20 (2) - (49)

設備合計 29 - 4 (4) - - 29

使用権合計 1,667 79 (19) (111) (8) - 1,608

 

（百万ユーロ）

2021年

12月31日

範囲の

変更

増加

（取得）

減少

（処分）

為替換算

調整勘定

その他の

変動

2022年

12月31日

不動産        

総額 2,651 (14) 401 (389) (6) 6 2,649

減価償却費および減損 (977) 2 (350) 315 - (1) (1,011)

不動産合計 1,674 (12) 51 (74) (6) 5 1,638

設備        

総額 107 (1) 30 (52) (1) (3) 80

減価償却費および減損 (59) 1 (18) 21 1 3 (51)

設備合計 48 - 12 (31) - - 29

使用権合計 1,722 (12) 63 (105) (6) 5 1,667

 

リース負債の満期到来予定

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

1年以内 1年超5年以内 5年超 リース負債合計

リース負債 264 872 592 1,728
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（百万ユーロ）

2022年12月31日

1年以内 1年超5年以内 5年超 リース負債合計

リース負債 332 958 524 1,814

 

リース契約に係る収益および費用の内訳

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

リース負債に係る支払利息 (34) (27)

短期リースに関連する費用 (23) (22)

少額資産のリースに関連する費用 (43) (21)

リース負債の測定に含まれない変動リース料に関連する費用 (16) (15)

使用権資産の転貸からの収益 1 1

リースバック取引から生じる利益または損失 - -

リースの条件変更から生じる利益または損失 - 2

使用権の減価償却費 (350) (367)

リース契約に係る費用および収益の合計 (465) (449)

 

当期におけるキャッシュ・フローの金額

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

リースに係るキャッシュ・アウトフロー合計 (394) (386)

 

8.2　当行グループが貸手である場合のリース

クレディ・アグリコル・エス・エーは、顧客に対し、リース契約、購入オプション付リース・ファイナン

ス、ファイナンス・リースおよび長期リース契約の形態でリース業務を提供している。リース契約は、リー

スの条件によって、所有権に内在する実質的にすべてのリスクおよび利益が借手に移転する場合、ファイナ

ンス・リースに分類される。

その他のリース契約は、オペレーティング・リースに分類されている。

 

リース契約からの収益

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

ファイナンス・リース 1,458 1,267

売却益または売却損 (6) 87

リースにおける純投資からの金融収益 1,464 1,180

変動リース料に関連する収益 - -

オペレーティング・リース 856 176

リース収益 856 176

 

リース料の受領予定

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

1年以内
1年超5年以

内
5年超

リース料

債権合計

前受金融収
益

割引後の

残存価額

ファイナン
ス・リース

債権

ファイナンス・リース 7,534 18,383 4,951 30,868 1,542 1,118 30,444
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（百万ユーロ）

2022年12月31日

1年以内
1年超5年以

内
5年超

リース料

債権合計

前受金融収
益

割引後の

残存価額

ファイナン
ス・リース

債権

ファイナンス・リース 3,248 8,927 7,531 19,705 1,219 1,038 19,524

 

リース契約は、その残存満期日に満了する。

満期別の金額は、割引前の契約金額に対応している。

 

注記9　融資および保証コミットメントならびにその他の保証

 

融資および保証コミットメントならびにその他の保証には、非継続事業が含まれる。

 

付与および受領したコミットメント

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

付与コミットメント   

融資コミットメント 197,530 176,526

金融機関に対する付与コミットメント 6,927 11,218

顧客に対する付与コミットメント 190,602 165,308

保証コミットメント 120,104 111,036

金融機関 8,791 10,073

顧客 111,313 100,963

有価証券コミットメント 10,527 7,117

引渡予定の有価証券 10,527 7,117

受領コミットメント   

融資コミットメント 155,288 160,930

金融機関からの受領コミットメント 149,860 156,348

顧客からの受領コミットメント 5,429 4,582

保証コミットメント 379,047 379,011

金融機関からの受領コミットメント 104,888 103,596

顧客からの受領コミットメント 274,159 275,415

有価証券コミットメント 10,040 5,985

受領予定の有価証券 10,040 5,985

 

COVID-19の公衆衛生上の危機を受けた経済支援措置の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーは

融資を行い、これに対してフランス政府から保証コミットメントを受領している（PGE）。2023年12月31日現

在、かかる受領した保証コミットメントは合計3.9十億ユーロであった。

2022年3月23日、欧州中央銀行の政策理事会は、COVID-19のパンデミックに対応して導入された金融政策の

保証を緩和するための暫定措置を段階的に解除することを決定した。

これに関連して、フランス銀行は2023年6月30日から、金融危機に対応して2011年に導入された例外措置の

枠組みの中の住宅モーゲージ・ローンを適格から除外し、それに応じて2022年6月30日の総裁決定2022-04を

修正した。

この結果、クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス銀行への不動産関連債権の担保差し入れを停

止した。

クレディ・アグリコル・グループはまた、総額92十億ユーロの住宅ローンでカバーされる債券（FH SFHカ

バード・ボンド）を発行することを決定した。かかるプログラムは、クレディ・アグリコル・エス・エーに

よって、欧州中央銀行の資金供給プログラムの担保要件に適格なものとして発行された。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、FH SFHの発行の担保として92十億ユーロの不動産関連債権を担保

として差し入れている。
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担保として差し入れた金融商品および受領した金融商品
（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

担保として差し入れた金融資産（譲渡資産を含む。）の

帳簿価額
  

リファイナンス組織（フランス銀行、CRH等）に対して担保として

差し入れた有価証券および債権
308,657 384,765

貸付有価証券 6,677 6,485

市場取引に係る保証金 28,001 43,321

その他保証金 - -

買戻し条件付売却有価証券 142,192 105,225

担保として差し入れた金融資産の帳簿価額合計 485,528 539,796

保証として受領した金融資産の帳簿価額   

その他保証金 - -

担保として受領し再担保に供することが可能な、または

再担保に供された金融商品の公正価値
  

借入有価証券 8 8

売戻し条件付買入有価証券 460,128 447,521

空売り有価証券 55,843 37,179

担保として受領し再担保に供することが可能な、または

再担保に供された金融商品の公正価値合計
515,979 484,708

 

担保として差し入れた債権

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーはリファイナンス取引のために、（主に地域銀

行および子会社に代わって）フランス銀行に110.9十億ユーロ（2022年12月31日現在は278.0十億ユーロ）の

債権を差し入れていた。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーはリファイナンス取引のために、地域銀行に代

わってケス・ドゥ・ルフィナンスモン・ドゥ・ラビタに、7.2十億ユーロ（2022年12月31日現在は8.2十億

ユーロ）の債権を差し入れていた。また、1.2十億ユーロの債権がLCLから直接差し入れられていた。

2023年12月31日、地域銀行からの185.6十億ユーロの債権およびLCLからの28.8十億ユーロの債権が、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーの完全子会社かつ金融会社であるクレディ・アグリコル・ホーム・ローンSFH

により発行された担保付債券の担保として供されていた。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、国際機関である欧州投資銀行／欧州評議会

開発銀行との取引関連で、地域銀行に代わって2.5十億ユーロの債権を差し入れていた。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス預金供託公庫とのリファイナンス

取引関連で、地域銀行に代わって2.3十億ユーロの債権を差し入れていた。

 

保有する保証契約

クレディ・アグリコル・エス・エーが担保として保有しており、売却または再担保に供することが可能な

保証契約および受領資産の大半は、クレディ・アグリコル・エス・エーが保有する。これらの大半は、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが外部のリファイナンス組織の中核としての役割を担っているため、地域銀

行およびそれらの主要銀行子会社がリファイナンスを行うためにクレディ・アグリコル・エス・エーに担保

として供した債権である。これらの債権（不動産関連、または法人もしくは地方当局への貸付金）は選定さ

れ、その質についての格付を受けたもので、差入れた企業の貸借対照表に含まれている。

これらの保証の大半は、保証されている資産の質にかかわらず、受領した抵当権、担保または保証からな

る。これらは、主に買戻し条件付契約およびブローカレッジ取引を保証するために担保として供された有価

証券に関連したものである。

クレディ・アグリコル・エス・エーの方針では、差し押さえた担保を可能な限り速やかに売却する。2023

年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーはそのような資産を保有していなかった。
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注記10　金融商品の分類変更

 

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループが適用した原則

分類変更は、例外的な状況においてのみ、かつ内部または外部の変化、すなわちクレディ・アグリコル・

エス・エーの活動の重大な変化に基づく事業体の業務執行陣の決定に従い、実行される。

 

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループが行った分類変更

2023年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、IFRS第9号第4.4.1項に基づく分類変更は一切

実行しなかった。
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注記11　金融商品の公正価値

 

公正価値とは、測定日における市場参加者間の標準的な取引において、資産の売却時に受領するかまたは

負債を移転するために支払われる価額である。

公正価値は、売却価格を基に定義されている。

以下の公正価値は、可能な限り観察可能な市場データを用いた、報告日現在の見積額である。それらは、

翌期以降において市況またはその他の要素の動向により変動する可能性がある。

これらの算定結果は、最善の見積りである。これらは多くの仮定に基づいている。市場参加者は自らの最

善の経済利益のために行動するものと仮定されている。

これらのモデルに不確実性が含まれる限り、対象金融商品を実際に売却または即時に決済する際に、表示

されている公正価値で取引が実現しない可能性がある。

金融資産および金融負債の公正価値ヒエラルキーは、IFRS第13号に定める原則に基づき、評価インプット

の一般的な観察可能性の基準に従って区分される。

ヒエラルキーのレベル1には、活発な市場で相場のある金融資産および金融負債の公正価値が該当する。

ヒエラルキーのレベル2には、観察可能なインプットを有する金融資産および金融負債の公正価値が該当す

る。これには、金利リスクまたは（観察可能なクレジット・デフォルト・スワップ（CDS）のスプレッドに基

づいて信用リスクを再評価できる場合には）信用リスクに関連する市場データが含まれる。公正価値が無調

整の償却原価で測定される要求払の特性を有する金融資産および金融負債と同様に、活発な市場における売

戻し条件付買入有価証券または買戻し条件付売却有価証券も、原資産および取引の満期により、ヒエラル

キーのレベル2に含まれる。

ヒエラルキーのレベル3は、観察可能なデータが存在しないか、または過去のデータを用いる内部モデルに

基づいて一部のパラメータを再測定できる金融資産および金融負債の公正価値を示す。これらは主に、信用

リスクまたは早期償還リスクに関連するパラメータである。

一部の場合においては、市場価額は帳簿価額に近似する。これらは、以下のものを含む。

・変動利付資産または負債。これらの商品の金利は、頻繁に市場金利へと調整されるため、金利の変動が公

正価値に大きく影響しない。

・償還価額が市場価額に近似すると考えられる短期の資産または負債

・公的機関によって価格が設定される規制市場にて売買される金融商品（たとえば、規制貯蓄商品）

・要求払資産および要求払負債

・信頼性のある観察可能なデータがない取引

 

11.1　償却原価で認識される金融資産および金融負債の公正価値

 

IFRS第7号は、公正価値で認識されない金融商品に関する情報の開示を要求している。

関連金融商品の「帳簿価額」に表示されている金額には経過利息ならびに債務および資産（資産の場合、

減損が控除されている）が含まれている。さらに、表中の帳簿価額の値には、公正価値ヘッジにおいてミク

ロ・ヘッジのヘッジ対象としてヘッジされた部分の公正価値が含まれている（連結財務書類に対する注記3.5

を参照のこと。）。ただし、この表に表示されている項目の帳簿価額の値には、金利ヘッジ・ポートフォリ

オに係る再評価調整は含まれていない。

ここで、SPPIの特性を有する金融資産は、それらが残存期間にわたる契約上のキャッシュ・フローの回収

を目的とするポートフォリオの中で管理され、かつ、その売却が厳格に規制および制限されている場合に償

却原価で認識されなければならないことに留意すべきである。さらに、このカテゴリーとして適格であるた

めには、この保有目的に加えて、2つの要件を満たさなければならない。すなわち、資金調達が元本の返済の

みを認めている場合で、かつ（金利が固定であるか変動であるかを問わず）受領した利息が貨幣の時間価
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値、金融商品に係る信用リスク、通常のローン契約のその他コストおよびリスクならびに合理的な利益マー

ジンを反映している場合に充足される（「元本および利息の支払のみ」または「SPPI」テスト）。

したがって、これらの商品の市場価値に関連する開示を分析する場合は、特に注意しなければならない。

・表示されている数値は、2023年12月31日現在の市場価値の見積りを表している。ただし、これらの市場価

値は、市場データ、特に金利動向およびカウンターパーティーの信用リスクの質によって変動する可能性

がある。これらの変動は、下表に表示されている参考公正価値と（特に、金融商品が分類される回収を目

的とした事業モデルに沿って満期時または満期に近い時点における）認識中止価額との間に、潜在的に大

きな差異をもたらす可能性がある。

したがって、表示された公正価値と帳簿価額との差額は、当行の継続企業の前提の観点から算出された実

現可能価額を表すものではない。

・ポートフォリオ内の金融商品のキャッシュ・フローの回収を目的とする事業モデルで保有されていること

を考慮すると、これらの金融商品はその公正価値の動向によって管理されるわけではなく、これらの資産

のパフォーマンスは、金融商品の残存期間にわたり受領した契約上のキャッシュ・フローに基づいて評価

されることに留意すべきである。

・償却原価で認識される商品の参考見積公正価値、特に顧客貸出金および債権、より具体的には、レベル3の

観察不能なデータに基づいて評価されるものは、評価モデルを使用する必要がある。

 

貸借対照表上、償却原価で認識される金融資産の公正価値測定

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在の

帳簿価額

2023年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察不能な

データに基づ

く評価:

レベル3

貸出金および債権 1,071,209 1,057,362 - 521,043 536,319

金融機関に対する貸出金および債権 554,928 552,639 - 454,815 97,824

顧客に対する貸出金および債権 516,281 504,723 - 66,228 438,495

債務証券 79,811 78,804 56,582 9,618 12,604

公正価値が開示される金融資産の合計 1,151,020 1,136,166 56,582 530,662 548,923

 

2023年12月31日現在の金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整（貸借対照表上の資産）は、マイナ

ス6,241百万ユーロ（2022年12月31日現在はマイナス16,115百万ユーロ）であり、帳簿価額には含まれていな

い。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

現在の

帳簿価額

2022年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察不能な

データに基づ

く評価:

レベル3

貸出金および債権 1,056,084 1,034,035 - 533,240 500,796

金融機関に対する貸出金および債権 567,512 559,682 - 477,851 81,832

顧客に対する貸出金および債権 488,571 474,354 - 55,390 418,964

債務証券 87,206 86,674 62,997 8,898 14,778

公正価値が開示される金融資産の合計 1,143,290 1,120,709 62,997 542,139 515,574
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貸借対照表上、償却原価で認識される金融負債の公正価値測定

 

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在の

帳簿価額

2023年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価

格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察不能な

データに基づ

く評価:

レベル3

貸借対照表上、公正価値で測定しない

金融負債
     

金融機関に対する債務 202,623 202,117 - 201,168 950

顧客に対する債務 834,998 835,182 - 466,799 368,383

債務証券 253,201 252,343 175,135 73,549 3,660

劣後債務 25,317 25,213 24,825 388 -

公正価値が開示される金融負債の合計 1,316,138 1,314,856 199,960 741,903 372,993

 

2023年12月31日現在の貸借対照表の負債側の金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整は、マイナス

11,586百万ユーロ（2022年12月31日現在はマイナス15,660百万ユーロ）であり、帳簿価額には含まれていな

い。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

現在の

帳簿価額

2022年

12月31日

現在の

見積公正価値

同一商品の活

発な市場にお

ける相場価

格:

レベル1

観察可能な

データに基づ

く評価:

レベル2

観察不能な

データに基づ

く評価:

レベル3

貸借対照表上、公正価値で測定しない

金融負債
     

金融機関に対する債務 284,232 284,114 - 282,721 1,393

顧客に対する債務 825,607 825,499 - 460,519 364,980

債務証券 214,715 210,828 70,506 140,322 -

劣後債務 23,370 22,933 22,506 321 106

公正価値が開示される金融負債の合計 1,347,923 1,343,373 93,012 883,882 366,479

 

11.2　公正価値で測定する金融商品に関する情報

 

デリバティブ資産のカウンターパーティー・リスク（信用評価調整またはCVA）およびデリバティブ負債の不

履行リスク（債務評価調整またはDVAもしくは自己の信用リスク）の評価

カウンターパーティー信用評価調整（CVA）の目的は、カウンターパーティーに関連する信用リスク（債務

不履行の場合に期日までに債務が返済されないリスク）をデリバティブ商品の評価に組み込むことである。

かかる調整は、カウンターパーティーごとに、取引による将来のエクスポージャー（担保控除後）の特性に

基づいて全体として計算される。かかる調整額は、常にマイナスとなり、金融資産の公正価値を減少させ

る。

当行に特有の債務評価調整（DVA）の目的は、カウンターパーティーが負担するリスクをデリバティブ商品

の評価に組み込むことである。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、取引による将来のエクスポー

ジャーの特性に基づいて全体として計算される。かかる調整額は、常にプラスとなり、金融負債の公正価値

を減少させる。

CVA/DVAの計算は予想損失の見積りに基づいており、予想損失はデフォルト率およびデフォルト時損失率に

基づいている。使用される手法では、観察可能なインプットデータを最大限使用している。デフォルト率

は、まず優先して、市場で取引されるCDSから直接的に、または市場で取引されるCDSの代替商品が十分に流

動性を有するとみなされる場合にはそれらの商品から導き出される。
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評価メカニズム

市場取引は、経営情報システムにより評価され、市場業務担当者から独立した、リスク管理部門直属の

チームにより確認される。

評価は、以下に基づいて行われる。

・独立した情報源から入手され、かつ／または、利用可能な情報源（市場データ提供機関、市場のコンセン

サスおよびブローカーのデータ等）を用いて、市場リスク部門により管理された価格またはインプット

・市場リスク部門のクオンツ・チームにより承認されたモデル

各金融商品の評価は、仲値による評価額として算定される。これは、取引の方向性、当行のエクスポー

ジャー総額、市場流動性またはカウンターパーティーの質を考慮していない。その後、これらの要因の他、

使用されるモデルまたはインプットに内在する潜在的不確実性を考慮するために、市場評価額の調整が行わ

れる。

評価額調整の主な種類として、以下のものがある。

・時価評価調整：かかる調整は、内部評価モデルおよび関連するインプットを用いて算出した金融商品の仲

値による評価額と、外部の情報源または市場のコンセンサスが得られたデータから算出した評価額との間

の潜在的な差異を修正するものである。かかる調整額は、プラスまたはマイナスのいずれにもなる。

・売買気配値リザーブ：かかる調整は、ポジションが逆転され得る価格を反映するために金融商品の売買気

配値スプレッドを考慮するものである。かかる調整額は、常にマイナスとなる。

・不確実性リザーブ：かかる調整は、あらゆる市場参加者が考慮するリスク・プレミアムにより構成され

る。かかる調整額は、常にマイナスとなる。

・インプット不確実性リザーブは、使用される1つ以上のインプットに関して存在する可能性のある不確実

性を金融商品の評価に組み込むものである。

・モデル不確実性リザーブは、使用されるモデルの選択により存在する可能性のある不確実性を金融商品

の評価に組み込むものである。

さらに、IFRS第13号「公正価値測定」に従って、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その店頭取引デ

リバティブ（すなわち店頭で取引されるデリバティブ）に関して計算された公正価値に、債務不履行リスク

または信用力（信用評価調整／債務評価調整）ならびに将来の資金調達費用および利益（資金調達評価調

整）に関連する様々な調整を加える。

 

信用評価調整（CVA）

CVA（信用評価調整）は、店頭取引デリバティブの価値に、当行のカウンターパーティーの債務不履行リス

ク（債務不履行の場合または信用の質が低下した場合に期日までに債務が返済されないリスク）の市場価値

を組み込むことを目的とした時価評価調整である。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、デフォル

ト率およびデフォルト時損失率で加重したトレーディング・ポートフォリオのプラスの将来エクスポー

ジャーに基づき計算される（ネッティング契約または担保契約があれば、それらを考慮する。）。使用され

る手法は、観察可能なインプットデータを最大限利用する（デフォルト率は、まず優先して、市場で取引さ

れるCDSから直接的に、または市場で取引されるCDSのあらゆる代用有価証券および他のクレジット商品が十

分に流動性を有するとみなされる場合にはこれらの商品から導き出される。）。かかる調整額は、常にマイ

ナスとなり、ポートフォリオに保有されている店頭取引デリバティブ資産の公正価値を減少させる。

 

　債務評価調整（DVA）

債務評価調整（DVA）は、店頭取引デリバティブの価値に、債務不履行リスク（クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの債務不履行の場合またはその信用力が低下した場合にそのカウンターパーティーがさらされる可

能性のある潜在的な損失）の市場価値を組み込むことを目的とした時価評価調整である。かかる調整は、担

保契約の種類別に、デフォルト率（クレディ・アグリコル・エス・エー）およびデフォルト時損失率で加重

したトレーディング・ポートフォリオのマイナスの将来エクスポージャーの特性に基づいて計算される。か
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かる計算では、クレディ・アグリコル・エス・エーの債務不履行が発生してからすべてのポジションが有効

に清算されるまでの期間であるリスクのマージン期間（MPR）が考慮される。使用される手法は、観察可能な

インプットデータを最大限利用（デフォルト率を算定するためのクレディ・アグリコル・エス・エーのCDSを

使用）する。かかる調整額は、常にプラスとなり、ポートフォリオに保有されている店頭取引デリバティブ

負債の公正価値を減少させる。

 

　資金調達評価調整（FVA）

資金調達評価調整（FVA）は、店頭取引デリバティブの公正価値に、ALM（資産負債管理）の資金調達費用

に基づく追加的な将来の資金調達費用および利益を組み込むことを目的とした時価評価調整である。かかる

調整は、CSA（クレジット・サポート・アネックス）によりヘッジされていない取引、または非完全な／ゴー

ルデンCSAによりカバーされている取引およびALM資金調達スプレッドにより加重された将来エクスポー

ジャーの特性（プラスおよびマイナス）に基づき計算される。

「清算される」デリバティブの範囲に関しては、IMVA（当初証拠金価値調整）といわれるFVA調整が、ポー

トフォリオが満期を迎えるまで主要なデリバティブの清算機関にて計上される当初証拠金の将来の資金調達

費用および利益を考慮するように計算される。

 

担保評価調整（ColVA）

担保評価調整（ColVA）は、非ソブリン債を担保とする店頭デリバティブの公正価値に、（レポ市場におけ

る）当該有価証券の実際の資金調達費用に基づく追加的な将来資金調達費用および利益を組み込むことを目

的とした時価評価調整である。かかる調整は、カウンターパーティーごとに、特定のスプレッドにより加重

されたトレーディング・ポートフォリオの将来エクスポージャーに基づき計算される。

場合に応じて、かかる調整は特定の引当金となるか、または特定のディスカウント・カーブを通じて時価

評価額に含まれる。

 

流動性評価調整（LVA）

LVA（流動性評価調整）は、CSA（クレジット・サポート・アネックス）を有するカウンターパーティーに

対する担保の不払いの可能性およびCSAの非標準的な報酬の両方を反映することを目的としたプラスまたはマ

イナスの評価調整である。

したがって、LVAは、追加的な流動性費用に起因する損益を反映している。これは、CSAが付された店頭取

引デリバティブの範囲において計算される。

 

公正価値で測定する金融商品の評価モデル別内訳

以下に表示されている金額には経過利息ならびに債務および資産（資産の場合、減損が控除されている）

が含まれている。

 

　公正価値で測定する金融資産

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察不能なデータ

に基づく評価:

レベル3

売買目的保有金融資産 301,925 46,275 241,797 13,853

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 654 - - 654

売戻し条件付買入有価証券 142,870 - 135,609 7,261

差入担保有価証券 - - - -

売買目的有価証券 49,996 46,190 3,538 268
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デリバティブ商品 108,404 84 102,650 5,670

純損益を通じて公正価値で測定するその

他の金融商品
221,647 117,557 84,565 19,525

純損益を通じて公正価値で測定する資本

性金融商品
42,200 19,912 9,577 12,711

「SPPI」テストの要件を満たさない負債

性金融商品
82,139 45,071 30,618 6,450

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 2,034 - 2,034 -

債務証券 80,105 45,071 28,585 6,450

純損益を通じて公正価値で測定するその

他の負債性金融商品
2,945 - 2,945 -

資産担保ユニット・リンク契約 94,362 52,573 41,424 365

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融資産
- - - -

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - -

債務証券 - - - -

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
215,476 193,763 20,995 719

純損益に組替えられることのないその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融商品
(1)

6,124 3,358 2,095 671

純損益に組替えられる可能性のあるその

他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

209,352 190,405 18,899 48

ヘッジ手段のデリバティブ商品 20,453 - 20,453 -

公正価値で測定する金融資産合計 759,501 357,595 367,810 34,097

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  339 26

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 894  1,392

レベル3：観察不能なデータに基づく評価

からの振替
 6 1,223  

各レベルへの振替合計  899 1,562 1,418

(1) コルシカ地域銀行が保有するSASリュ・ラ・ボエスィ株式は、レベル2の純損益に組替えられることのないその他の

包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品に89百万ユーロ含まれている。

 

レベル1とレベル2の間の振替は、主に政府短期証券、債券およびその他の利付証券に関係している。

レベル1からレベル3への振替は、主に売買目的有価証券に関係している。

レベル2からレベル3への振替は、主に売買目的のデリバティブ商品に関係している。

レベル3からレベル2への振替は、主に顧客および金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／買戻し条

件付売却有価証券ならびに売買目的のデリバティブ商品に関係している。

 

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察不能なデータ

に基づく評価:

レベル3

売買目的保有金融資産 249,249 23,229 216,071 9,948

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 1,647 - 1 1,646

売戻し条件付買入有価証券 103,164 - 99,881 3,283

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1098/1736



差入担保有価証券 - - - -

売買目的有価証券 24,864 22,980 1,687 197

デリバティブ商品 119,573 249 114,502 4,822

純損益を通じて公正価値で測定するその

他の金融商品
197,223 111,286 66,957 18,980

純損益を通じて公正価値で測定する資本

性金融商品
46,093 24,353 10,081 11,660

「SPPI」テストの要件を満たさない負債

性金融商品
69,191 38,266 23,819 7,106

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 2,597 - 2,435 162

債務証券 66,594 38,266 21,384 6,945

純損益を通じて公正価値で測定するその

他の負債性金融商品
- - - -

資産担保ユニット・リンク契約 81,939 48,667 33,058 213

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融資産
- - - -

金融機関に対する貸出金および債権 - - - -

顧客に対する貸出金および債権 - - - -

債務証券 - - - -

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
208,860 185,977 22,327 557

純損益に組替えられることのないその他

の包括利益を通じて公正価値で測定する

資本性金融商品
(1)

2,767 475 1,736 557

純損益に組替えられる可能性のあるその

他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

206,093 185,502 20,591 -

ヘッジ手段のデリバティブ商品 31,867 4 31,863 -

公正価値で測定する金融資産合計 687,199 320,496 337,218 29,485

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  1,199 6

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 875  195

レベル3：観察不能なデータに基づく評価

からの振替
 - 599  

各レベルへの振替合計  875 1,798 201

(1) コルシカ地域銀行が保有するSASリュ・ラ・ボエスィ株式は、レベル2の純損益に組替えられることのないその他の

包括利益を通じて公正価値で測定される資本性金融商品に71百万ユーロ含まれている。

 

レベル1からレベル3への振替は、主に株式およびその他の持分証券に関係している。

レベル1とレベル2の間の振替は、主に政府短期証券、債券およびその他の利付証券に関係している。

レベル2からレベル3への振替は、主に金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／買戻し条件付売却有

価証券ならびに売買目的のデリバティブ商品に関係している。

レベル3からレベル2への振替は、主に顧客および金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／買戻し条

件付売却有価証券ならびに売買目的のデリバティブ商品に関係している。

 

　公正価値で測定する金融負債

（百万ユーロ）

2023年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察不能なデータ

に基づく評価:

レベル3

売買目的保有金融負債 267,860 55,780 207,031 5,048
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空売り有価証券 55,851 55,754 86 11

買戻し条件付売却有価証券 111,984 - 108,992 2,992

債務証券 2 - 2 -

金融機関に対する債務 - - - -

顧客に対する債務 - - - -

デリバティブ商品 100,023 26 97,951 2,046

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融負債
90,077 13,785 58,028 18,264

ヘッジ手段のデリバティブ商品 30,992 - 30,914 78

公正価値で測定する金融負債合計 388,929 69,566 295,973 23,390

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  - 10

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 5  1,159

レベル3：観察不能なデータに基づく評価

からの振替
 - 1,475  

各レベルへの振替合計  5 1,476 1,169

 

負債のレベル3への振替およびレベル3からの振替は、主に金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／

買戻し条件付売却有価証券、売買目的のデリバティブ商品および純損益を通じて公正価値で測定するものと

して指定された金融負債に関係している。

レベル1とレベル2の間の振替は、主に空売りに関係している。

 

（百万ユーロ）

2022年

12月31日

現在

同一商品の活発な

市場における

相場価格:

レベル1

観察可能なデータ

に基づく評価:

レベル2

観察不能なデータ

に基づく評価:

レベル3

売買目的保有金融負債 238,700 37,314 197,228 4,158

空売り有価証券 37,187 37,116 71 -

買戻し条件付売却有価証券 81,691 - 79,929 1,762

債務証券 2 - 2 -

金融機関に対する債務 - - - -

顧客に対する債務 - - - -

デリバティブ商品 119,821 199 117,227 2,396

純損益を通じて公正価値で測定するもの

として指定された金融負債
53,939 10,619 34,489 8,832

ヘッジ手段のデリバティブ商品 45,644 1 44,873 770

公正価値で測定する金融負債合計 338,284 47,934 276,590 13,759

レベル1：同一商品の活発な市場における

相場価格からの振替
  5 -

レベル2：観察可能なデータに基づく評価

からの振替
 24  458

レベル3：観察不能なデータに基づく評価

からの振替
 11 989  

各レベルへの振替合計  35 994 458

 

負債のレベル3への振替およびレベル3からの振替は、主に金融機関に対する売戻し条件付買入有価証券／

買戻し条件付売却有価証券、売買目的のデリバティブ商品および純損益を通じて公正価値で測定するものと

して指定された金融負債に関係している。

レベル1とレベル2の間の振替は、主に空売りに関係している。
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　レベル1に分類される金融商品

レベル1は、その原資産（金利、為替、貴金属、主要株価指数）を問わず、活発な市場において相場のある

すべてのデリバティブ（オプション、先物等）ならびに活発な市場において相場のある株式および債券で構

成される。

市場が活発であるとみなされるのは、証券取引所、ブローカー、ディーラー、価格提供サービスまたは規

制機関から相場価格が容易に、かつ定期的に入手可能であり、その価格が実際かつ定期的に行われる独立し

た当事者間の市場取引を表している場合である。

独立した情報源から入手され、取引が実行可能であるとみなされ、定期的に更新される価格に基づいて評

価される社債、国債および機関債は、レベル1に分類される。これは、保有する国債、機関債および社債の多

くを占めている。相場価格のない債券の発行体は、レベル3に分類される。

 

　レベル2に分類される金融商品

レベル2に分類される主な金融商品は、以下のものである。

・売戻し条件付買入有価証券／買戻し条件付売却有価証券

・公正価値で測定するものとして指定された負債

公正価値で測定するものとして指定された金融負債は、その組込デリバティブがレベル2に分類されるとみ

なされる場合に、レベル2に分類される。

・店頭取引デリバティブ

レベル2に分類される主な店頭取引デリバティブは、観察可能とみなされるインプットを用いて評価され、

その評価手法によりモデル・リスクに対する重大なエクスポージャーが生じないものである。

したがって、レベル2には、主に以下のものが含まれる。

・金利スワップ、通貨スワップおよび先渡外国為替取引等の線形型デリバティブ商品。これらは、直接観察

可能なインプット（為替レート、金利）または観察可能な市場価格から得られるインプット（通貨スワッ

プ）のいずれかに基づき、市場で一般的に使用されている単純なモデルを用いて評価される。

・キャップ、フロア、スワップション、通貨オプション、株式オプションおよびクレジット・デフォルト・

スワップ、デジタル・オプション等の非線形型バニラ商品。これらは、直接観察可能なインプット（為替

レート、金利、株価）または観察可能な市場価格から得られるインプット（ボラティリティ）のいずれか

に基づき、市場で一般的に使用されている単純なモデルを用いて評価される。

・標準的な取消可能なスワップ型の単一原資産を有するエキゾチック商品および主要通貨の通貨バスケッ

ト。これらの商品は、少し複雑な場合があるものの、市場で共有されているモデルを用いて評価される。

重要な評価パラメータは観察可能なものであり、価格は、主にブローカー価格を通じて、市場において観

察可能である。市場のコンセンサスは、該当がある場合は、内部評価の裏付けに役立つことになる。

・活発でないとみなされる市場に上場しており、それについて独立した評価データが入手可能な有価証券、

株式オプションおよび株式の先物取引。

 

　レベル3に分類される金融商品

レベル3に分類される金融商品は、レベル1またはレベル2の分類条件を満たさないものである。したがっ

て、それらは主に、その評価において観察不能なインプットを多用することが必要となる、高いモデル・リ

スクを伴う金融商品である。

レベル3に分類されるすべての新規取引に係る当初の証拠金は、当初認識日に剰余金に計上される。これ

は、観察不能とみなされる期間にわたって、または観察不能な要素が満期と連動しない場合には取引の終了

時に、純損益に認識される。

したがって、レベル3には、主に以下のものが含まれる。

・売戻し条件付買入有価証券／買戻し条件付売却有価証券
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・顧客に対する貸出金および債権

・有価証券

上場していない株式または債券で、それらについて独立した評価額が入手不可能なもの。

・公正価値で測定するものとして指定された負債

公正価値で測定するものとして指定された金融負債は、その組込デリバティブがレベル3に分類されるとみ

なされる場合に、レベル3に分類される。

・店頭取引デリバティブ

観察不能な収益には、モデル・リスクに対する重大なエクスポージャーを伴う金融商品または観察不能と

考えられるパラメータを伴う複雑な金融商品を含む。

これらの方針を集約したものは、使用された分類を示すリスク要因／商品、原資産（通貨、指数等）およ

び満期により、観察可能性マップにマッピングされる。

主に以下のものがレベル3に分類される。

・主要通貨の場合には満期までの期間が非常に長期の、新興市場通貨の場合には満期までの期間がより短い

線形型の金利商品または為替商品。これには、当該取引およびその原資産の満期に基づく買戻条件付き取

引が含まれることがある。

・主要通貨の場合には満期までの期間が非常に長期の、新興市場通貨の場合には満期までの期間がより短い

非線形型の金利商品または為替商品

・以下の複雑なデリバティブ

・特定のエクイティ・デリバティブ商品。厚みが十分でない市場で取引されるオプションもしくは満期ま

での期間が非常に長期のオプションまたは様々な原資産の株式間の観察不能な相関に評価が依拠する商

品

・2つの金利の差を基礎数値とする特定のエキゾチック金利商品（金利差に基づく仕組商品または相関が観

察不能な商品）

・指数の将来のボラティリティを基礎数値とする特定の商品。かかる商品は、重大なモデル・リスクがあ

り、かつその流動性の低さにより評価パラメータを定期的かつ正確に見積ることができないため、観察

不能とみなされる。

・期限前返済率に対するエクスポージャーが生じる証券化スワップ。期限前返済率は、同様のポートフォ

リオに関する過去のデータに基づいて決定される。

・パワー・リバース・デュアル・カレンシー型の長期金利／外国為替のハイブリッド商品、または通貨バ

スケットを基礎数値とする商品。金利と通貨の間の相関パラメータおよび2つの金利間の相関パラメータ

は、過去のデータに基づく内部手法を用いて決定される。市場のコンセンサスが観察可能なことによ

り、プロセス全体の一貫性を確保することができる。

・様々なリスク・クラス（金利、信用、為替、インフレおよび株式）間の相関に対するエクスポージャー

が生じる、複数の基礎数値を有する商品。

 

レベル3の公正価値で測定する金融商品の変動純額

 

　レベル3の公正価値で測定する金融資産

  売買目的保有金融資産

（百万ユーロ）

レベル3の公

正価値で測

定する金融

資産合計

金融機関に

対する貸出

金および債

権

顧客に対す

る貸出金お

よび債権

売戻し条件

付買入有価

証券

差入担保

有価証券

売買目的

有価証券

デリバティ

ブ

商品

期末残高（2022年12月31

日）
29,485 - 1,646 3,283 - 197 4,822
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当期利益（損失）
(1) (205) - (33) (74) - 4 (488)

純損益認識額 (140) - 7 (74) - 4 (469)

その他の包括利益認識額 (65) - (40) - - - (19)

購入 11,620 - 691 5,404 - 108 1,547

売却 (3,943) - (1,351) - - (54) (10)

発行 1 - - - - - -

決済 (2,091) - (298) (622) - - (1,105)

分類変更 (1) - - - - - -

当期における範囲に関連し

た変更
(957) - - - - - -

振替 188 - - (730) - 13 904

レベル3への振替 1,418 - - 134 - 26 1,258

レベル3からの振替 (1,229) - - (864) - (13) (354)

期末残高（2023年12月31

日）
34,097 - 654 7,261 - 268 5,670

 

 
純損益を通じて公正価値で測定するその他の金

融商品
  

（百万ユーロ）

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

資本性金

融商品

「SPPI」テストの要件を満

たさない負債性金融商品
純損益

を通じ

て公正

価値で

測定す

るその

他の負

債性金

融商品

資産担保

ユニッ

ト・リン

ク契約

純損益を通じて公正価値で

測定するものとして指定さ

れた金融資産

株式およ

び

その他の

持分証券

ならびに

非連結持

分投資

金融機

関に対

する

貸出金

および

債権

顧客に対

する

貸出金お

よび債権

債務証券

金融機

関に対

する

貸出金

および

債権

顧客に

対する

貸出金

および

債権

債務証

券

期末残高（2022年12月31日） 11,660 - 162 6,945 - 213 - - -

当期利益（損失）
(1) 423 - - (44) - 10 - - -

純損益認識額 426 - - (44) - 10 - - -

その他の包括利益認識額 (3) - - - - - - - -

購入 2,262 - 1 1,133 - 143 - - -

売却 (811) - (103) (1,589) - (2) - - -

発行 - - - - - - - - -

決済 (6) - (59) - - - - - -

分類変更 - - - - - - - - -

当期における範囲に関連した変

更
(958) - - - - - - - -

振替 139 - (1) 4 - - - - -

レベル3への振替 112 - - (2) - - - - -

レベル3からの振替 27 - (1) 7 - - - - -

期末残高（2023年12月31日） 12,711 - - 6,450 - 365 - - -

 
 

 
その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産

 

（百万ユーロ）

純損益に組替え

られることのな

いその他の包括

利益を通じて公

正価値で測定す

る資本性金融商

品

純損益に組替え

られる可能性の

あるその他の包

括利益を通じて

公正価値で測定

する負債性金融

商品

ヘッジ手段のデリ

バティブ商品

期末残高（2022年12月31日） 557 - -  

当期利益（損失）
(1) (3) - -  

　純損益認識額 - - -  
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　その他の包括利益認識額 (3) - -  

購入 253 76 -  

売却 (24) - -  

発行 1 - -  

決済 (1) - -  

分類変更 (1) - -  

当期における範囲に関連した変更 1 - -  

振替 (112) (28) -  

レベル3への振替 (109) - -  

レベル3からの振替 (3) (28) -  

期末残高（2023年12月31日） 671 48 -  

(1) この残高は、以下の金額の期末現在の貸借対照表で示された資産に係る当期損益を含んでいる。

 

期末現在で保有されていたレベル3の資産による当期利益（損失） (147)

　純損益認識額 (142)

　その他の包括利益認識額 (6)

 
　レベル3の公正価値で測定する金融負債

（百万ユーロ）

合計

売買目的保有

金融負債

純損益を通

じて公正価

値で測定す

るものとし

て指定され

た金融負債

ヘッジ手段の

デリバティブ

商品

空売

り有

価証

券

買戻し

条件付

売却有

価証券

債務

証券

金融機

関に対

する債

務

顧客に

対する

債務

デリバ

ティブ

商品

期末残高(2022年12月31日) 13,759 - 1,762 - - - 2,396 8,832 770

当期利益（損失）
(1) 403 - (25) - - - (366) 788 5

　純損益認識額 486 - (25) - - - (354) 859 5

　その他の包括利益認識額 (83) - - - - - (12) (71) -

購入 6,206 1 2,702 - - - 408 3,096 -

売却 (30) - - - - - (22) (8) -

発行 7,371 - - - - - - 7,371 -

決済 (4,436) - (913) - - - (418) (2,408) (697)

分類変更 424 - - - - - - 424 -

当期における範囲に関連した変

更
- - - - - - - - -

振替 (306) 10 (535) - - - 49 169 -

　レベル3への振替 1,169 10 341 - - - 261 557 -

　レベル3からの振替 (1,475) - (876) - - - (212) (388) -

期末残高（2022年12月31日） 23,390 11 2,992 - - - 2,046 18,264 78

(1) この残高は、以下の金額の期末現在の貸借対照表で示された負債に係る当期損益を含んでいる。

 

期末現在で保有されていたレベル3の負債による当期利益（損失） 481

　純損益認識額 481

　その他の包括利益認識額 -

 

売買目的保有金融商品、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品およびデリバ

ティブ商品に係る純損益に認識される利益および損失は、「純損益を通じて公正価値で測定する金融商品に

係る純利益（損失）」に認識され、株主持分を通じて公正価値で測定される金融資産に係る純損益に認識さ

れる利益および損失は、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融商品に係る純利益（損失）」

に認識される。

 

11.3　取引当初のマージンの見積影響額
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（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

期首現在の繰延マージン 241 185

期中の新たな取引により生じたマージン 250 180

期中に当期純利益に認識されたマージン (132) (124)

期末現在の繰延マージン 359 241

 

公正価値のレベル3に該当する市場取引の初日のマージンは、貸借対照表に繰越計上され、時間の経過に伴

い、または観察不能なパラメータが再び観察可能になる時点で純損益に認識される。
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11.4　金利指標改革に関する留意点

 
金利指標改革およびクレディ・アグリコル・グループに与える影響に関する留意点

2014年に金融安定理事会が開始したIBOR（銀行間取引金利）の金利指標改革は、これらの指標を代替的な

指標金利、より具体的にはリスクフリーレート（RFR）に置き換えることを目的としている。

この改革は、2021年3月5日にLIBORの運営機関であるIBAが、米ドルLIBORの最も使用されるテナー（翌日

物、1ヶ月物、3ヶ月物、6ヶ月物および12ヶ月物で、2023年6月30日までと日付が設定されている）以外につ

いて、LIBORの公表を停止または指標性が喪失されることを2021年度末の重要なマイルストーンとして確認し

たことで加速した。

2019年以降、クレディ・アグリコル・グループは、すべての事業について金利指標の移行に備え、対応す

るためにグループ自体を組織化している。

・これらの移行は、市場の定めるスケジュールおよび基準（その一部はクレディ・アグリコルが積極的に関

与している。）ならびに欧州の規制枠組み（BMR）に沿ったものである。

・国内の作業部会および当局の勧告に従い、クレディ・アグリコル・グループは、市場が設定した期限また

は当局が課した期限を遵守しながら、指標の消滅前に代替的な指標への移行を推奨し、これを優先してい

る。

・当行グループのツールおよびプロセスの更新の取組み、ならびにかかる移行に起因する作業負荷（特に契

約の再交渉）を吸収するためのサポートチームおよび事業部門が大動員されたことにより、移行は混乱な

くかつ管理された中で完了することが現在保証されている。

したがって、実施されたすべての措置により、当行グループの事業体は、IBOR消滅後の事業の継続性を確

保することができ、指標消滅後のオペレーショナルリスクおよびコマーシャルリスクを抑えながら、RFRまた

は特定のフォワードRFRを参照する新商品の提供を管理することができる。

 

米ドルLIBORの移行

グループ・レベルでは、チームの積極的な取組みおよび体制整備の結果、関連する事象の前または発生時

にフォールバック条項を発動することでほとんどすべての契約の移行が無事に完了し、シンセティック米ド

ルLIBORの使用は2023年6月30日以降に最小限に抑えられた。

これらの契約および金融商品の一部について、当行グループは米国当局が実施したシステム（米国の契約

について米ドルLIBORの法定代替金利の指定を有効化したもの）による恩恵も受けることができた。

2023年度下半期に実施された措置は、主に6月30日までに完全に最終化していなかった交渉を完了し、採用

された移行戦略に従ってリース契約を最初の利息期間前に代替指標に基づくものに効果的に切り替えること

を目指していた。

取引の満期がシンセティックLIBORの終了前であり、そのため、債務者が移行に消極的な一部の貸出金、お

よび再交渉の最終段階にある多くの契約を除き、現在、すべての契約は代替指標に切り替えられている。

 

その他の指標（CDOR、WIBOR、SOR）の移行

2023年12月31日現在、当行グループは、指標性喪失または公表停止が発表されているその他の金利指標に

対して、まだいくつかのエクスポージャーを有していた。

・CDOR（カナダ）では、残りの期間（1ヶ月物、2ヶ月物および3ヶ月物）について、2024年6月28日以降の公

表停止が発表された。

・WIBOR（欧州委員会が重要と分類したポーランドの指標）は、運営機関によって公表停止のスケジュールが

確定されていない。

・SIBOR（シンガポール）は、1ヶ月物および3ヶ月物の期間について、2024年12月31日以降に公表停止予定で

ある。
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CDORおよびSIBORの移行は、ほぼ投資銀行業務のみに関係し、WIBORはクレディ・アグリコル・グループ内

のCA ポーランド（リテール・バンキング）およびEFLの事業体（リース）を通じてCAL&Fが使用している。

2023事業年度下半期も、可能な限り早期に効果的な切り替えを行うための準備、またエクスポージャーの

対象となる顧客および取引の棚卸を最終化するための措置が継続された。クレディ・アグリコル・CIBもま

た、承認された場合を除き、2023年度にはCDORの新規取引を停止した。

ほとんどすべてのCDOR取引および大部分のWIBOR取引はデリバティブであり、ほとんどのカウンターパー

ティーがISDA 2020プロトコルを遵守している限り、ISDAのフォールバック条項に依拠することが計画されて

いる。

 

金利改革に関連するリスクの管理

参照指標の置換えの準備および実施に加え、2019年以降、当行グループが行う作業は、参照指標の移行に

内在する、特に財務上、業務上、法律上およびコンプライアンス上ならびに顧客保護上のリスクを管理し、

統制すること、特にコンダクトリスクの回避を対象としてきた。

将来の業務移行は、既に公表が停止されたかまたは指標性を喪失したIBORレートに連動した契約を移行す

るために過年度に開発されたすべてのプロセスおよびツールに則っている。オペレーショナルリスクおよび

コマーシャルリスクを制限するために、影響を受ける事業体は、当局によって定められた勧告およびマイル

ストーンに従って、可能な限り積極的な移行を行う予定である。

これまでのところ、改革に関連する潜在的なリスクは、課題が非常に局地的であり、当行グループにとっ

て重要ではないと考えられるWIBORおよびCDORからの移行、ならびにエクスポージャーが極めて限定的である

SIBORからの移行のみに関係するものである。

この金利指標改革による影響を受けたヘッジ会計上の関係について、現行の金利指標から新たな金利指標

への移行のスケジュールおよび条件に関して不確実性があっても維持できるようにするために、IASBは、

2019年9月にIAS第39号、IFRS第9号およびIFRS第7号の改訂を公表し、欧州連合はこれらを2020年1月15日に採

用した。当行グループは、金利指標改革から生じる不確実性が金利指標に基づくキャッシュ・フローの時期

および金額に関係する限り、これらの改訂を適用し、この点において、対象の金利指標に関連するすべての

ヘッジ契約は、ヘッジ会計に適格であると考えている。

2020年8月にIASBが公表した他の改訂は、2019年に公表された改訂を補足するものであり、当該改革を受け

て従来の指標金利を他の指標金利に置き換えた場合の会計上の影響に焦点を当てている。これらの改訂は、

「フェーズ2」として知られており、その内容は、主に契約上のキャッシュ・フローの変更である。これによ

り、事業体に対し、当該改革により必要となる変更を反映するために金融商品の認識の中止またはその帳簿

価額を調整する代わりに、代替的な指標金利への変更を反映するために実効金利を更新することを認めてい

る。

ヘッジ会計については、事業体は、経済的同等性を前提として、当該改革により必要となる変更を行う際

に、ヘッジ関係の指定解除を行う必要はない。

残高は、期日が金利指標の公表停止または指標性喪失の日より後の日のものである。

2023年6月30日に指標性喪失が確定した米ドルLIBOR（１ヶ月物、3ヶ月物および6ヶ月物）で繰延られてい

るエクスポージャーは、2023年7月上旬のフォールバック条項の発動により切替えが行われず、かつ、管轄当

局が実施した法的措置の適用範囲に含まれないことから、この時点で有効に切り替えられなかった残りの取

引／契約である。

非デリバティブ金融商品のエクスポージャーは、有価証券の額面金額および償却原価で測定する金融商品

の元本残高に相当する。
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注記12　会計基準の変更およびその他の事象の影響

 

損益計算書

影響：IFRS第17号（2022年12月31日）

 

 
2022年12月31日

修正再表示後

 
IFRS第17号の影響  

2022年12月31日

連結財務書類表示額

 百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

受取利息および類似収益 30,013 4,797,578  146 23,338  29,867 4,774,240

支払利息および類似費用 (16,966) (2,712,015)  37 5,914  (17,003) (2,717,930)

受取報酬および手数料 13,127 2,098,351  (190) (30,372) 13,317 2,128,722

支払報酬および手数料 (4,366) (697,905)  3,476 555,639  (7,842) (1,253,544)

純損益を通じて公正価値で

測定する金融商品に係る純

利益／（損失）

(11,217) (1,793,037)

 

(631) (100,865) (10,586) (1,692,172)

　売買目的保有資産／負債

に係る純利益／（損失）
(4,376) (699,504)

 
15 2,398  (4,391) (701,901)

　純損益を通じて公正価値

で測定するその他の金融

資産／負債に係る純利

益／（損失）

(6,841) (1,093,534)

 

(646) (103,263) (6,195) (990,271)

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融商

品に係る純利益／（損失）

(57) (9,111)

 

‐ ‐  (57) (9,111)

　純損益に組替えられる可

能性のあるその他の包括

利益を通じて公正価値で

測定する負債性金融商品

に係る純利益／（損失）

(105) (16,784)

 

‐ ‐  (105) (16,784)

　純損益に組替えられるこ

とのないその他の包括利

益を通じて公正価値で測

定する資本性金融商品に

係る分配（配当金）

48 7,673

 

‐ ‐  48 7,673

償却原価で測定する金融資

産の認識中止により生じた

純利益／（損失）

2 320  ‐ ‐  2 320

償却原価で測定する金融資

産から純損益を通じて公正

価値で測定する金融資産へ

の分類変更により生じた純

利益／（損失）

‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

その他の包括利益を通じて

公正価値で測定する金融資

産から純損益を通じて公正

価値で測定する金融資産へ

の分類変更により生じた純

利益／（損失）

‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

保険収益純額 11,648 1,861,933  11,648 1,861,933    

　保険収益 13,190 2,108,422  13,190 2,108,422    

　保険サービス費用 (10,100) (1,614,485)  (10,100) (1,614,485)    

　保有している再保険契約

に係る収益または費用
164 26,215  164 26,215    

　保険金融収益または保険

金融費用
8,348 1,334,428  8,348 1,334,428    
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　保有している再保険契約

に係る保険金融収益また

は保険金融費用

46 7,353  46 7,353    

　保険に関する金融投資に

係る信用リスク費用
‐ ‐  ‐ ‐    

その他の業務収益 1,183 189,103  (48,435) (7,742,335) 49,618 7,931,437

その他の業務費用 (876) (140,029)  33,165 5,301,425  (34,041) (5,441,454)

株主持分に直接認識される保

険金融収益または保険金融費

用に係る組替

  

 

(526) (84,081)  526 84,081

収益 22,491 3,595,186  (1,310) (209,404) 23,801 3,804,590

営業費用 (12,155) (1,942,977)  1,249 199,653  (13,404) (2,142,629)

有形固定資産および無形資

産の減価償却費、償却費お

よび減損

(1,105) (176,634)

 

70 11,190  (1,175) (187,824)

営業総利益 9,231 1,475,575  9 1,439  9,222 1,474,137

リスク費用 (1,746) (279,098)  ‐ ‐  (1,746) (279,098)

営業利益 7,485 1,196,477  9 1,439  7,476 1,195,039

持分法適用会社の純利益持

分
371 59,304

 
‐ ‐  371 59,304

その他の資産に係る純利益／

（損失）
15 2,398

 
‐ ‐

 
15 2,398

のれんの変動額 ‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

税引前利益 7,871 1,258,179  9 1,439  7,862 1,256,741

法人所得税 (1,806) (288,689)  (144) (23,018)  (1,662) (265,671)

非継続事業からの純利益 121 19,342  5 799  116 18,543

当期純利益 6,186 988,832  (131) (20,940) 6,317 1,009,772

非支配持分 880 140,668  1 160  879 140,508

当期純利益－当行グループの

持分
5,306 848,164

 
(131) (20,940)

 
5,437 869,104

1株当たり利益
(1) 1.637

ユーロ
262円

 (0.044)

ユーロ
(7)円  

1.681

ユーロ
269円

希薄化後1株当たり利益
(1) 1.637

ユーロ
262円

 (0.044)

ユーロ
(7)円  

1.681

ユーロ
269円

(1) 超劣後債に係る利息は除き、非継続事業または売却目的保有事業からの純利益を含む利益に相当する。

 

当期純利益およびその他の包括利益／（損失）計算書

影響：IFRS第17号（2022年12月31日）

 

 
2022年12月31日

修正再表示後
 IFRS第17号の影響  

2022年12月31日

連結財務書類表示額

 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

当期純利益 6,186 988,832  (131) (20,940) 6,317 1,009,772

退職給付に係る数理計算上

の差益／（差損）
325 51,951  ‐ ‐  325 51,951

金融負債の自己の信用リス

クの変動に起因するその他

の包括利益

793 126,761  15 2,398  778 124,363

純損益に組替えられること

のない資本性金融商品に係

るその他の包括利益

58 9,271  ‐ ‐  58 9,271

純損益に組替えられること

のないその他の包括利益に

認識される保険金融収益ま

たは保険金融費用

1 160  1 160    
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純損益に組替えられること

のない税引前その他の包括

利益（持分法適用会社を除

く。）

1,177 188,143  16 2,558  1,161 185,586

持分法適用会社の純損益に

組替えられることのない税

引前その他の包括利益／

（損失）

7 1,119  (18) (2,877)  25 3,996

純損益に組替えられること

のないその他の包括利益／

（損失）に係る法人所得税

（ 持 分 法 適 用 会 社 を 除

く。）

(290) (46,357) (3) (480) (287) (45,877)

持分法適用会社の純損益に

組替えられることのないそ

の他の包括利益／（損失）

に係る法人所得税

(3) (480)  7 1,119  (10) (1,599)

非継続事業からの純損益に

組替えられることのないそ

の他の包括利益／（損失）

‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

純損益に組替えられること

のないその他の包括利益

（税引後）

891 142,426  2 320  889 142,107

為替換算調整勘定に係る利

益／（損失）
182 29,093  ‐ ‐  182 29,093

純損益に組替えられる可能

性のある負債性金融商品に

係るその他の包括利益／

（損失）

(40,384) (6,455,382)  (33,294) (5,322,046) (7,090) (1,133,337)

ヘッジ手段のデリバティブ

に係る利益／（損失）
(2,865) (457,970)  (99) (15,825) (2,766) (442,145)

純損益に組替えられるその

他の包括利益に認識される

保険金融収益または保険金

融費用

37,448 5,986,063  37,448 5,986,063    

純損益に組替えられるその

他の包括利益に認識され

る、保有している再保険契

約に係る保険金融収益また

は保険金融費用

(247) (39,483)  (247) (39,483)   

株主持分に直接認識される

保険金融収益または保険金

融費用に係る組替

   569 90,955  (569) (90,955)

純損益に組替えられる可能

性のある税引前その他の包

括利益／（損失）（持分法

適用会社を除く。）

(5,866) (937,680)  4,377 699,663  (10,243) (1,637,344)

持分法適用会社の純損益に

組替えられる可能性のある

税引前その他の包括利益、

当行グループの持分

47 7,513  ‐ ‐  47 7,513

純損益に組替えられる可能

性のあるその他の包括利益

に係る法人所得税（持分法

適用会社を除く。）

1,551 247,927  (1,092) (174,556)  2,643 422,484

持分法適用会社の純損益に

組替えられる可能性のある

その他の包括利益／（損

失）に係る法人所得税

‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

非継続事業からの純損益に

組替えられる可能性のある

その他の包括利益

26 4,156  ‐ ‐  26 4,156
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純損益に組替えられる可能

性のあるその他の包括利

益／（損失）（税引後）

(4,242) (678,084)  3,285 525,107  (7,527) (1,203,191)

その他の包括利益／（損

失）（税引後）
(3,351) (535,657)  3,287 525,427  (6,638) (1,061,084)

当期純利益およびその他の

包括利益／（損失）
2,834 453,015  3,155 504,327  (321) (51,312)

うち、当行グループの持分 2,008 320,979  3,156 504,487  (1,148) (183,508)

うち、非支配持分 826 132,036  (1) (160)  827 132,196

 

貸借対照表－資産

影響：IFRS第17号（2022年12月31日）

 

 
2022年12月31日

修正再表示後

 
IFRS第17号の影響

 2022年12月31日

連結財務書類表示額

 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

現金および中央銀行預け金 207,648 33,192,533  ‐ ‐  207,648 33,192,533

純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産
446,472 71,368,549  14,384 2,299,282

 
432,088 69,069,267

売買目的保有金融資産 249,249 39,842,453  1 160
 

249,248 39,842,293

純損益を通じて公正価値で

測定するその他の金融商品
197,223 31,526,097  14,383 2,299,123

 
182,840 29,226,974

ヘッジ手段のデリバティブ 31,867 5,093,940  ‐ ‐  31,867 5,093,940

その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産
208,860 33,386,271  2,090 334,087

 
206,770 33,052,185

純損益に組替えられる可能

性のあるその他の包括利益

を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

206,093 32,943,966  2,091 334,246

 

204,002 32,609,720

純損益に組替えられること

のないその他の包括利益を

通じて公正価値で測定する

資本性金融商品

2,767 442,305  (1) (160)

 

2,768 442,465

償却原価で測定する金融資産 1,143,289 182,754,747  (1,316) (210,363) 1,144,605 182,965,109

金融機関に対する貸出金お

よび債権
567,512 90,716,793  (130) (20,781)

 
567,642 90,737,574

顧客に対する貸出金および

債権
488,571 78,098,074  (1,186) (189,582)

 
489,757 78,287,656

債務証券 87,206 13,939,879  ‐ ‐  87,206 13,939,879

金利ヘッジ・ポートフォリオ

に係る再評価調整
(1) (16,115) (2,575,983) ‐ ‐

 
(16,115) (2,575,983)

当期税金資産および繰延税金

資産
6,379 1,019,683  (911) (145,623)

 
7,290 1,165,307

未収収益、前払金およびその

他の資産
67,504 10,790,514  (4,094) (654,426)

 
71,598 11,444,940

売却目的保有非流動資産およ

び非継続事業
134 21,420  ‐ ‐

 
134 21,420

資産である発行した保険契約 ‐ ‐  ‐ ‐    

資産である保有している再保

険契約
977 156,173  977 156,173

 
  

繰延利益分配    (16,767) (2,680,205) 16,767 2,680,205

持分法適用会社に対する投資 4,300 687,355  (4,423) (707,017)
 

8,723 1,394,372

投資不動産 11,974 1,914,044  4,162 665,296  7,812 1,248,748

有形固定資産 6,020 962,297  (3) (480) 6,023 962,777
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無形資産 3,094 494,576  (110) (17,584) 3,204 512,159

のれん 15,682 2,506,768  ‐ ‐  15,682 2,506,768

資産合計
(1) 2,138,086 341,773,047  (6,011) (960,858) 2,144,097 342,733,905

(1) 金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整の貸借対照表上の表示は、2022年12月31日現在、資産と負債の間

で組替えられた。その純額に変更はなく、2022年12月31日現在、マイナス455百万ユーロ（マイナス72,732百万

円）である。

 

影響：IFRS第17号（2022年1月1日）

 

 
2022年1月1日

修正再表示後

 
IFRS第17号の影響

 2022年1月1日

連結財務書類表示額

 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

現金および中央銀行預け金 237,757 38,005,456  ‐ ‐  237,757 38,005,456

純損益を通じて公正価値で測

定する金融資産
445,166 71,159,785  15,772 2,521,154

 
429,394 68,638,631

売買目的保有金融資産 237,335 37,938,000  (6) (959)
 

237,341 37,938,959

純損益を通じて公正価値で

測定するその他の金融商品
207,831 33,221,785  15,778 2,522,113

 
192,053 30,699,672

ヘッジ手段のデリバティブ 14,130 2,258,681  5 799  14,125 2,257,881

その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産
260,286 41,606,717  4,025 643,396

 
256,261 40,963,321

純損益に組替えられる可能

性のあるその他の包括利益

を通じて公正価値で測定す

る負債性金融商品

257,867 41,220,040  4,025 643,396

 

253,842 40,576,644

純損益に組替えられること

のないその他の包括利益を

通じて公正価値で測定する

資本性金融商品

2,419 386,677  ‐ ‐

 

2,419 386,677

償却原価で測定する金融資産 1,044,247 166,922,883  (1,079) (172,478) 1,045,326 167,095,361

金融機関に対する貸出金お

よび債権
501,295 80,132,006  (52) (8,312)

 
501,347 80,140,318

顧客に対する貸出金および

債権
458,877 73,351,488  (1,028) (164,326)

 
459,905 73,515,814

債務証券 84,075 13,439,389  1 160  84,074 13,439,229

金利ヘッジ・ポートフォリオ

に係る再評価調整
3,194 510,561  ‐ ‐

 
3,194 510,561

当期税金資産および繰延税金

資産
5,753 919,617  (111) (17,743)

 
5,864 937,360

未収収益、前払金およびその

他の資産
34,841 5,569,334  (3,606) (576,419)

 
38,447 6,145,753

売却目的保有非流動資産およ

び非継続事業
2,909 465,004  (56) (8,952)

 
2,965 473,955

資産である発行した保険契約 78 12,468  78 12,468    

資産である保有している再保

険契約
855 136,672  855 136,672

 
  

繰延利益分配    (7) (1,119) 7 1,119

持分法適用会社に対する投資 3,850 615,423  (4,467) (714,050)
 

8,317 1,329,472

投資不動産 11,305 1,807,104  3,998 639,080  7,307 1,168,024

有形固定資産 6,093 973,966  (3) (480) 6,096 974,446

無形資産 3,180 508,323  (83) (13,268) 3,263 521,591

のれん 15,632 2,498,775  ‐ ‐  15,632 2,498,775
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資産合計 2,089,275 333,970,609  15,320 2,448,902  2,073,955 331,521,707

 

貸借対照表－負債および株主持分

影響：IFRS第17号（2022年12月31日）

 

 
2022年12月31日

修正再表示後

 
IFRS第17号の影響

 2022年12月31日

連結財務書類表示額

 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

中央銀行からの預り金 59 9,431  ‐ ‐  59 9,431

純損益を通じて公正価値で測

定する金融負債
292,639 46,778,344  13,266 2,120,570

 
279,373 44,657,774

売買目的保有金融負債 238,700 38,156,195  (8) (1,279)
 

238,708 38,157,474

純損益を通じて公正価値で

測定するものとして指定さ

れた金融負債

53,939 8,622,149  13,274 2,121,849

 

40,665 6,500,300

ヘッジ手段のデリバティブ 45,644 7,296,193  8 1,279  45,636 7,294,915

償却原価で測定する金融負債 1,324,553 211,729,797  (129) (20,621) 1,324,682 211,750,418

金融機関に対する債務 284,231 45,434,325  64 10,230  284,167 45,424,095

顧客に対する債務 825,607 131,973,279  (2,370) (378,845) 827,977 132,352,123

債務証券 214,715 34,322,193  2,177 347,993  212,538 33,974,199

金利ヘッジ・ポートフォリオ

に係る再評価調整
(1) (15,660) (2,503,251) 54 8,632

 
(15,714) (2,511,883)

当期税金負債および繰延税金

負債
2,207 352,789  (202) (32,290)

 
2,409 385,079

未払費用、繰延収益およびそ

の他の負債
54,707 8,744,914  (586) (93,672)

 
55,293 8,838,586

売却目的保有非流動資産およ

び非継続事業に係る負債
205 32,769  ‐ ‐

 
205 32,769

負債である発行した保険契約 331,268 52,953,190  331,268 52,953,190    

負債である保有している再保

険契約
92 14,706  92 14,706

 
  

保険契約に係る保険契約準備

金
   (351,780) (56,232,033)

 
351,780 56,232,033

引当金 3,521 562,832  (2) (320) 3,523 563,152

劣後債務 23,370 3,735,695  ‐ ‐  23,370 3,735,695

負債合計 2,062,606 329,707,569  (8,011) (1,280,558) 2,070,617 330,988,127

株主持分 75,480 12,065,478  2,000 319,700  73,480 11,745,778

株主持分－当行グループの持

分
66,519 10,633,062  1,886 301,477

 
64,633 10,331,585

資本金および資本剰余金 29,603 4,732,040  ‐ ‐  29,603 4,732,040

利益剰余金 34,865 5,573,170  338 54,029  34,527 5,519,141

その他の包括利益／（損

失）
(3,255) (520,312) 1,682 268,868

 
(4,937) (789,179)

非継続事業に係るその他の

包括利益／（損失）
‐ ‐  (3) (480)

 
3 480

当期純利益／（損失） 5,306 848,164  (131) (20,940) 5,437 869,104

非支配持分 8,961 1,432,416  114 18,223  8,847 1,414,193

負債および株主持分合計
(1) 2,138,086 341,773,047  (6,011) (960,858) 2,144,097 342,733,905

(1) 金利ヘッジ・ポートフォリオに係る再評価調整の貸借対照表上の表示は、2022年12月31日現在、資産と負債の間

で組替えられた。その純額に変更はなく、2022年12月31日現在、マイナス455百万ユーロ（マイナス72,732百万

円）である。
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影響：IFRS第17号（2022年1月1日）

 

 
2022年1月1日

修正再表示後

 
IFRS第17号の影響

 2022年1月1日

連結財務書類表示額

 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円
 

百万ユーロ 百万円

中央銀行からの預り金 1,276 203,969  ‐ ‐  1,276 203,969

純損益を通じて公正価値で測

定する金融負債
259,986 41,558,762  13,598 2,173,640

 
246,388 39,385,122

売買目的保有金融負債 207,726 33,205,001  1 160
 

207,725 33,204,841

純損益を通じて公正価値で

測定するものとして指定さ

れた金融負債

52,260 8,353,761  13,597 2,173,480

 

38,663 6,180,281

ヘッジ手段のデリバティブ 12,358 1,975,426  ‐ ‐  12,358 1,975,426

償却原価で測定する金融負債 1,269,634 202,950,995  2,281 364,618  1,267,353 202,586,377

金融機関に対する債務 314,845 50,327,973  62 9,911  314,783 50,318,063

顧客に対する債務 778,845 124,498,373  (2,332) (372,770) 781,177 124,871,143

債務証券 175,944 28,124,648  4,551 727,477  171,393 27,397,171

金利ヘッジ・ポートフォリオ

に係る再評価調整
4,984 796,692  (121) (19,342)

 
5,105 816,034

当期税金負債および繰延税金

負債
2,260 361,261  (672) (107,419)

 
2,932 468,680

未払費用、繰延収益およびそ

の他の負債
52,530 8,396,921  (792) (126,601)

 
53,322 8,523,522

売却目的保有非流動資産およ

び非継続事業に係る負債
2,502 399,945  (64) (10,230)

 
2,566 410,175

負債である発行した保険契約 377,218 60,298,297  377,218 60,298,297    

負債である保有している再保

険契約
67 10,710  67 10,710

 
  

保険契約に係る保険契約準備

金
   (375,091) (59,958,296)

 
375,091 59,958,296

引当金 4,537 725,239  (10) (1,599) 4,547 726,838

劣後債務 26,101 4,172,245  ‐ ‐  26,101 4,172,245

負債合計 2,013,455 321,850,782  16,416 2,624,098  1,997,039 319,226,684

株主持分 75,820 12,119,827  (1,096) (175,196) 76,916 12,295,023

株主持分－当行グループの持

分
66,978 10,706,433  (1,239) (198,054)

 
68,217 10,904,487

資本金および資本剰余金 28,495 4,554,926  ‐ ‐  28,495 4,554,926

利益剰余金 38,440 6,144,634  369 58,985  38,071 6,085,649

その他の包括利益／（損

失）
69 11,030  (1,608) (257,039)

 
1,677 268,068

非継続事業に係るその他の

包括利益／（損失）
(26) (4,156) ‐ ‐

 
(26) (4,156)

当期純利益／（損失） ‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

非支配持分 8,842 1,413,394  143 22,859  8,699 1,390,535

負債および株主持分合計 2,089,275 333,970,609  15,320 2,448,902  2,073,955 331,521,707

 

キャッシュ･フロー計算書

影響：IFRS第17号（2022年12月31日）

 

 
2022年12月31日

修正再表示後

 
IFRS第17号の影響

 2022年12月31日

連結財務書類表示額
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 百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

税引前利益 7,871 1,258,179  9 1,439  7,862 1,256,741

有形固定資産および無形資産

の減価償却費および減損（純

額）

1,104 176,474  (71) (11,349) 1,175 187,824

のれんおよびその他の固定資

産の減損
‐ ‐  ‐ ‐  ‐ ‐

引当金繰入額純額 (6,882) (1,100,088) (7,075) (1,130,939) 193 30,851

持分法適用会社の純利益／

（損失）持分
(371) (59,304)  166 26,535  (537) (85,839)

投資活動による利益／（損

失）純額
(14) (2,238)  1 160  (15) (2,398)

財務活動による利益／（損

失）純額
2,497 399,145  (38) (6,074) 2,535 405,220

その他の変動 (203) (32,450)  6,742 1,077,709  (6,945) (1,110,158)

税引前利益に含まれる非現金

項目およびその他の調整項目

合計

(3,869) (618,460)  (275) (43,959) (3,594) (574,501)

銀行間項目の変動 (66,705) (10,662,794)  1 160  (66,706) (10,662,954)

顧客項目の変動 14,154 2,262,517  (334) (53,390)  14,488 2,315,907

金融資産および金融負債の変

動
80,677 12,896,218  1,365 218,195  79,312 12,678,023

非金融資産および非金融負債

の変動
(30,004) (4,796,139) 349 55,788  (30,353) (4,851,927)

持分法適用会社からの配当金

受取額
679 108,538  (255) (40,762) 934 149,300

法人所得税支払額 (1,213) (193,898)  20 3,197  (1,233) (197,095)

営業活動において使用された

資産および負債の変動純額
(2,412) (385,558)  1,145 183,028  (3,557) (568,586)

非継続事業による現金収入／

（支出）
(127) (20,301)  (11) (1,758) (116) (18,543)

営業活動による現金収入／

（支出）純額合計[A]
1,463 233,861  868 138,750  595 95,111

株式投資の変動 (3,606) (576,419)  (23) (3,677)  (3,583) (572,743)

有形固定資産および無形資産

の変動
(1,042) (166,564)  47 7,513  (1,089) (174,077)

非継続事業による現金収入／

（支出）
(387) (61,862)  (1) (160)  (386) (61,702)

投資活動による現金収入／

（支出）純額合計[B]
(5,035) (804,845)  23 3,677  (5,058) (808,521)

株主から受け取った／（に支

払った）現金
(3,226) (515,676)  (4) (639)  (3,222) (515,037)

財務活動によるその他の現金

収入／（支出）
3,706 592,404  (972) (155,374) 4,678 747,778

非継続事業による現金収入／

（支出）
118 18,862  4 639  114 18,223

財務活動による現金収入／

（支出）純額合計[C]
598 95,590  (972) (155,374) 1,570 250,965

現金および現金同等物に対す

る為替レートの変動の影響

[D]

(1,273) (203,489)  5 799  (1,278) (204,288)

現金および現金同等物の増

加／（減少）純額[A＋B＋C＋

D]

(4,247) (678,883) (79) (12,628)  (4,168) (666,255)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1115/1736



現金および現金同等物期首残

高
159,678 25,524,528  (51) (8,152)  159,729 25,532,681

現金勘定ならびに中央銀行預

け金および預り金の残高純額

(1)

236,696 37,835,856  ‐ ‐  236,696 37,835,856

金融機関に対する要求払預け

金および預り金の残高純額
(2) (77,018) (12,311,327)  (51) (8,152)  (76,967) (12,303,175)

現金および現金同等物期末残

高
155,431 24,845,645  (130) (20,781)  155,561 24,866,426

現金勘定ならびに中央銀行預

け金および預り金の残高純額

(1)

207,577 33,181,183  ‐ ‐  207,577 33,181,183

金融機関に対する要求払預け

金および預り金の残高純額
(2) (52,146) (8,335,538)  (130) (20,781)  (52,016) (8,314,758)

現金および現金同等物の変動

純額
(4,247) (678,883)  (79) (12,628)  (4,168) (666,255)

(1) 経過利息を除く「現金ならびに中央銀行預け金および預り金」項目の残高純額（売却目的保有非流動資産に分類変

更された事業体の現金を含む。）から構成されている。

(2) 注記6.5記載の「貸倒が懸念されない当座貸越」および「貸倒が懸念されないコールローン」ならびに注記6.7記載

の「当座預金」および「コールマネー」（経過利息を除き、クレディ・アグリコルの内部取引を含む。）の残高か

ら構成されている。
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注記13　2023年12月31日現在の連結範囲

 

13.1　子会社に関する情報

 

13.1.1　被支配事業体に対する制限

 

規制上、法律上または契約上の規定により、クレディ・アグリコル・エス・エーがその子会社の資産に自

由にアクセスし、当行グループの負債を清算する能力が制限されることがある。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の制限を有する。

 

規制上の制約

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、それらの所在する国の健全性規則および自己資本規制を

遵守しなければならない。最低株式資本（ソルベンシー比率）、レバレッジ比率および流動性比率に関する

要件により、これらの事業体が配当支払またはクレディ・アグリコル・エス・エーの資産移転を行う能力が

制限される。

 

法律上の制約

クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、資本および分配可能利益の分配に関して、法律上の規定

を遵守しなければならない。かかる要件により、これらの子会社が配当支払を行う能力が制限される。かか

る要件は、上記の規制上の制約より制限が厳しくないことがほとんどである。

 

保証に関する契約上の制約

保証に関する制約：クレディ・アグリコル・エス・エーは、証券化または中央銀行との借換えによって資

金調達を行うために、特定の金融資産を担保としている。一度保証として担保に差し入れると、クレディ・

アグリコル・エス・エーは、もはや当該資産を使用することはできない。かかるメカニズムは、注記9「融資

および保証コミットメントならびにその他の保証」に記載されている。

 

保険事業の資産担保ユニット・リンク契約に対する制限

クレディ・アグリコル・エス・エーの資産担保ユニット・リンク契約は、保険契約者のために保有されて

いる。クレディ・アグリコル・エス・エーの保険子会社の貸借対照表上の資産は、主にその保険契約者に対

する債務を履行するために保有されている。他の事業体への資産の譲渡は、法律的な条件に従えば可能であ

るが、譲渡を行う場合には、譲渡による利益の一部を保険契約者のためとしなければならない。

 

その他の制約

一部のクレディ・アグリコル・エス・エーの子会社は、その配当の分配について、規制当局から事前承認

を得なければならない。

CAエジプトの配当支払は、現地規制当局の事前承認の対象である。

クレディ・アグリコル・ウクライナでは、利益分配による配当金支払および配当金の支払い自体（優先株

式への配当を除く）は無期限に禁止されている。2022年2月25日付のウクライナ国立銀行決議第23号「ウクラ

イナの銀行および銀行グループの運営に関する事項」に従い、その配当金がウクライナの国家予算に充当さ

れている国営銀行を除き、銀行は、以下の行為を禁じられている。

1.自己資本の基本項目に含まれる定款資本金、規制上の一般引当金への利益の組み入れ、銀行資金調達に

よる資本増加、および利益による繰越欠損金の補填以外の目的で資本を配分すること。

2.優先株式の配当金以外の配当金を株主に支払うこと。
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13.1.2　当行グループの支配下にあるストラクチャード・エンティティに対する支援

 

クレディ・アグリコル・CIBは、一部の連結ストラクチャード・エンティティと財務支援を提供するコミッ

トメントと同等の契約上の取決めを有している。

資金調達のニーズを満たすため、クレディ・アグリコル・CIBは、金融市場における資金調達のための仕組

債発行ビークルを利用している。クレディ・アグリコル・CIBは、かかる事業体によって発行された有価証券

をすべて引き受けている。2023年12月31日現在、かかる有価証券の残高は、23.2十億ユーロであった。

第三者証券化事業の一環として、クレディ・アグリコル・CIBは、そのABCPコンデュイットに流動性ファシ

リティを提供している。2023年12月31日現在、かかる流動性ファシリティは、合計39.8十億ユーロであっ

た。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年12月31日および2022年12月31日現在において、連結対象の

いかなるストラクチャード・エンティティのためにもその他の財務支援を行っていなかった。

 

13.1.3　証券化取引および専用基金

 

当行グループの様々な事業体が、担保付リファイナンス取引の一環として、自己勘定で証券化取引を行っ

ている。状況により、これらの取引の全部または一部につき投資家に対して募集すること、買戻し条件付契

約に基づいて売却すること、またはリファイナンスのために使用可能な流動性有価証券準備金として発行者

の貸借対照表に計上することができる。

IFRS第9号のフローチャートに従い、これらの取引は、認識中止取引または非認識中止取引の一部を構成す

るとみなされている。非認識中止取引については、資産は、クレディ・アグリコル・エス・エーの連結貸借

対照表に計上される。

これらの証券化取引ならびに当該資産および関連する負債の帳簿価額の記載に関する詳細は、注記6.6「認

識中止されていない譲渡資産または認識中止されたものの継続的関与がある資産」を参照。
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13.2　非支配持分

 

重要な非支配持分の範囲に関する情報

下表は、当行グループもしくは下位グループ・レベルでの株主持分合計に関して重要な非支配持分を有す

るかまたはかかる非支配持分により保有される事業体の総資産が重要な額である連結子会社およびストラク

チャード・エンティティに関する情報を示している。

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日

非支配持分により

保有される議決権

の割合（％）

非支配持分によ

り保有される持

分の割合（％）

報告期間における非

支配持分に割り当て

られた純利益

報告期間末現在

の累積非支配

持分

非支配持分に支

払われた配当

アムンディ・グループ 32％ 33％ 385 3,109 269

クレディ・アグリコル・イ

タリア・グループ
22％ 22％ 155 1,378 65

CACEISグループ 30％ 30％ 119 1,121 -

アゴス・エス・ピー・エー 39％ 39％ 73 469 72

CAエジプト 35％ 35％ 49 154 -

その他の事業体
(1) 0％ 0％ 213 2,602 78

合計   995 8,833 484

(1) うち、1,246百万ユーロは、2014年10月14日および2015年1月13日にクレディ・アグリコル・アシュランスにより実

施されたその他Tier 1永久劣後債の発行に関するものであり、非支配持分に係る株主持分に計上された。

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

非支配持分により

保有される議決権

の割合（％）

非支配持分によ

り保有される持

分の割合（％）

報告期間における非

支配持分に割り当て

られた純利益

報告期間末現在

の累積非支配

持分

非支配持分に支

払われた配当

アムンディ・グループ 32％ 32％ 351 2,983 262

クレディ・アグリコル・イ

タリア・グループ
22％ 22％ 122 1,309 40

CACEISグループ 30％ 30％ 85 1,017 -

アゴス・エス・ピー・エー 39％ 39％ 103 469 85

CAエジプト 35％ 35％ 37 139 20

その他の事業体
(1) 0％ 0％ 181 3,044 70

合計   879 8,961 477

(1) うち、1,745百万ユーロは、2014年10月14日および2015年1月13日にクレディ・アグリコル・アシュランスにより実

施されたその他Tier 1永久劣後債の発行に関するものであり、非支配持分に係る株主持分に計上された。

 

重要な非支配持分に関する個別の要約財務情報

下表は、IFRSに基づく財務書類による、クレディ・アグリコル・エス・エーの重要な非支配持分を有する

子会社に関する要約情報を示している。
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（百万ユーロ）

2023年12月31日

総資産 収益 純利益
純利益およびそ

の他の包括利益

アムンディ・グループ 36,011 3,122 1,160 1,067

クレディ・アグリコル・イタリア・グループ 94,313 3,040 712 709

CACEISグループ 116,331 1,678 392 386

アゴス・エス・ピー・エー 20,492 829 188 188

CAエジプト 3,137 286 139 129

合計 270,284 8,955 2,591 2,479

 

（百万ユーロ）

2022年12月31日

総資産 収益 純利益
純利益およびそ

の他の包括利益

アムンディ・グループ 28,617 3,056 1,074 1,195

クレディ・アグリコル・イタリア・グループ 96,220 2,574 562 444

CACEISグループ 124,307 1,276 278 254

アゴス・エス・ピー・エー 19,625 850 265 266

CAエジプト 2,880 245 106 103

合計 271,649 8,001 2,285 2,262
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13.3　連結範囲

 

クレディ・アグリコル・エス・エー

連結範囲
(1) (a) (b) (c)

支配割合（％） 持分割合（％）  
2023年

12月31日

2022年

12月31日

2023年

12月31日

2022年

12月31日
 

オーストラリア  

クレディ・アグリコル・CIB（オーストラリア） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB・オーストラリアLtd. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

オーストリア  

アムンディ・オーストリアGmbH ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAオート・バンク GMBH ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CAAスターンGMBH ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・オーストリアGMBH ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

URI GmbH × - SJV AG 45.0 45.0 45.0 45.0 

ベルギー          

アムンディ・アセット・マネジメント・ベルジアム ■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

ベネルパール ■ - S LC 100.0 100.0 96.1 95.2 

CAオート・バンク エス・ピー・エー ベルギー支店 ■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）

ベルギー支店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク ベルギー支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISインベスター・サービシズ・ベルギー ■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

クレディ・アグリコル・CIB（ベルギー） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CALEFエス・エー - ベルギー支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・ベルギー・エス・エー ■ I2 S SFS 100.0 - 100.0 - 

フィナンシエール・デ・スカラベ ■ E4 S LC - 100.0 - 96.5 

ラフィナ ■ E4 S LC - 100.0 - 95.6 

フリーカーズ・ベルギー ■ I3 S SFS 100.0 - 77.0 - 

FLUXDUNE × - JV AG 25.0 25.0 25.0 25.0 

リーシーズ・エス・ピー・エー ベルギー支店 ▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

オリン ベルギー ■ E4 S SFS - 100.0 - 100.0 

オリン ベルギー（旧RENTYS） ■ O1 S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

SNGIベルジアム ■ E4 S LC - 100.0 - 97.8 

ソフィパック ■ - S LC 99.7 98.6 95.8 93.9 

ブラジル  
バンコ・クレディ・アグリコル・ブラジル・エス・

エー
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

FIC - FIDC ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
フンド・ア・デ・インベストメント・マルチメル

カード
■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

サンタンデールCACEISブラジルDTVMエス・エー ▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 
サンタンデールCACEISブラジル・パルティシパソ

ス・エス・エー
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

ブルガリア  
アムンディ チェコ共和国アセット・マネジメント

ソフィア支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

カナダ  

クレディ・アグリコル・CIB（カナダ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

チリ  

アムンディ・アセット・マネジメント チリ支店 ■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

中国          

ABC-CAファンド・マネジメントCO ▲ - A AG 33.3 33.3 22.5 22.6 

アムンディ・BOC・ウェルス・マネジメントCo. Ltd ■ - S AG 55.0 55.0 37.1 37.3 

クレディ・アグリコル・CIB・チャイナLtd. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・CIB・チャイナLtd. 中国支

店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

GAC - ソフィンコ・オート・ファイナンス・カン

パニー
▲ - A SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU DA 2022-01 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 
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HUI JU DA 2022-02 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU DA 2023-1 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU DA 2023-2 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

HUI JU TONG 2020-1 ▲ E1 SJV SFS - 50.0 - 50.0 

HUI JU TONG 2020-2 ▲ E1 SJV SFS - 50.0 - 50.0 

HUI JU TONG 2021-1 ▲ E1 SJV SFS - 50.0 - 50.0 

HUI JU TONG 2021-2 ▲ E1 SJV SFS - 50.0 - 50.0 

HUI JU TONG 2022-1 ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

HUI JU TONG 2023-1 ▲ I2 SJV SFS 50.0 - 50.0 - 

コロンビア  
S3 CACEISコロンビアS.A.ソシエダ・フィドゥシア

リア
▲ O1 JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

チェコ共和国  
アムンディ チェコ共和国アセット・マネジメン

ト・エー・エス
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ チェコ共和国インベスティクニ・スポ

ルクノスト・エー・エス
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

ドリヴァリア・リース・チェコ共和国・エス・アー

ル・オー
■ I3 S SFS 100.0 - 100.0 - 

デンマーク  

Aリース・アンド・モビリティ デンマーク支店 ▲ O1 B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

CAオート・ファイナンス・デンマークA/S ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

クレディ・アグリコル・CIB デンマーク支店 ■ I2 B LC 100.0 - 97.8 - 

ドリヴァリア・リース・デンマークA/S ■ O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

エジプト  

クレディ・アグリコル・エジプトS.A.E. ■ - S IRB 65.3 65.3 65.0 65.0 

フィンランド  
アムンディ・アセット・マネジメント フィンラン

ド支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAオート・ファイナンス・デンマークA/Sフィンラ
ンド支店

■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

クレディ・アグリコル・CIB（フィンランド） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・リース・フィンランドOY ■ I3 S SFS 100.0 - 100.0 - 

フランス  

アカジュー ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アクティシア・ヴィ
(1) ■ E2 CSE AG - 41.4 - 41.4 

アクティシア・ヴィ3
(1) ■ - CSE AG 99.3 96.9 99.3 96.9 

アクティシア・ヴィ90 C
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.3 100.0 97.3 

アクティシア・ヴィ90 N2
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.6 100.0 97.6 

アクティシア・ヴィ90 N3 C
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.7 100.0 97.7 

アクティシア・ヴィ90 N4
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.9 100.0 97.9 

アクティシア・ヴィ90 N6 C
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.5 100.0 97.5 

アクティシア・ヴィN2 C
(1) ■ E2 CSE AG - 74.7 - 74.7 

アクティシア・ヴィN4
(1) ■ - CSE AG 99.8 97.4 99.8 97.4 

アクシオン50 3DEC
(1) ■ - CSE AG 95.4 96.4 95.4 96.4 

アディモ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

アグリコル・リヴァージュ・デット
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ALTA VAI HOLDCO P ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アルタレア × - A AG 24.1 24.6 24.1 24.6 

AM AC FR ISR PC 3D
(1) ■ - CSE AG 37.1 32.2 37.1 32.2 

AM DESE FIII DS3IMDI
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

AM.AC.EU.ISR-P-3D
(1) ■ - CSE AG 34.0 33.3 34.0 33.2 

AM.AC.MINER.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 69.1 37.8 69.1 37.8 

AM.AC.USA ISR P 3D
(1) ■ - CSE AG 53.7 59.8 53.7 59.8 

AM.ACT.EMER.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 28.1 46.5 28.1 46.5 

AM.RDT PLUS-P-3D
(1) ■ - CSE AG 58.4 47.4 58.4 47.4 

アミラル・グロウスOPP A
(1) ■ - CSE AG 51.1 51.1 51.1 51.1 
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AMUN.ACT.REST. P-C
(1) ■ - CSE AG 39.1 28.2 39.1 28.1 

AMUN.TRES.エオニアISR E FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 60.8 69.1 60.8 69.1 

アムンディ ■ - S AG 67.6 67.9 67.5 67.7 

アムンディAC.FONC.PC 3D
(1) ■ - CSE AG 58.5 55.7 58.5 55.6 

アムンディ・アクシオン・フランス C 3DEC
(1) ■ - CSE AG 69.0 49.1 69.0 49.1 

アムンディAFD AV ドゥラブル P1 FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 70.5 66.9 70.5 66.9 

アムンディ・アロカシオンC
(1) ■ - CSE AG 100.0 99.9 100.0 99.9 

アムンディ・アセット・マネジメント ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アルタ・ブル × E2 JV AG - 33.3 - 33.3 

アムンディCAA ABS CT
(1) ■ - CSE AG 100.0 85.9 100.0 85.9 

アディエル・パルティシパシオン × - JV AG 24.5 25.0 24.5 25.0 

アムンディCAP FU PERI C
(1) ■ - CSE AG 99.0 98.5 99.0 98.5 

アムンディESR ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アリアンツ・ヴォルタ
(1) ■ I2 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

アムンディ・フィナンス ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・フィナンス・エミシオン ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

AM KBI AC MO ENPERIC
(1) ■ I2 CSE AG 97.6 - 97.6 - 

AM OBLI MD AC PM C
(1) ■ I2 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

AMUN ENERG VERT FIA
(1) ■ I1 CSE AG 62.4 - 62.4 - 

アムンディ・オリゾン3D
(1) ■ - CSE AG 66.8 65.3 66.8 65.3 

アムンディ・イモビリエ ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・インディア・ホールディング ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・アンテルメディアシオン ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 
アムンディ・ユーロ・リクイディティ・ショート・

タームSRI PM C
(1) ■ - CSE AG 100.0 99.9 100.0 99.9 

アムンディITセルヴィスSNC ■ O1 S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディKBIアクシオンPC
(1) ■ - CSE AG 88.5 87.2 88.5 87.2 

アムンディKBIアクシオンC
(1) ■ - CSE AG 92.2 89.7 55.5 53.9 

アムンディKBIアクア C
(1) ■ - CSE AG 59.5 56.4 59.5 56.4 

アムンディ・フルロン・デ・テリトワールPART A

PREDICA
(1) ■ - CSE AG 60.5 57.9 60.5 57.9 

アムンディOBLIG EURO C
(1) ■ - CSE AG 56.4 52.7 56.4 52.7 

アムンディ・パトリモワンC 3DEC
(1) ■ - CSE AG 86.0 81.0 86.0 81.0 

アムンディPE ソリューシオン・アルファ ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・プライベート・エクイティ・ファンズ ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・プリュザクシオン
(1) ■ - CSE AG 53.1 53.8 53.1 53.8 

アムンディTRANSM PAT C
(1) ■ - CSE AG 98.4 95.6 98.4 95.6 

アムンディ・ヴァラーDURAB
(1) ■ - CSE AG 78.4 75.9 78.4 75.9 

アムンディ・ベンチャーズ ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディCSH IN-PC
(1) ■ - CSE AG 51.7 41.9 51.7 41.9 

アムンディIMMOデュラブル
(1) ■ I1 CSE AG 99.7 - 99.7 - 

アムンディOBLIG MONDEP
(1) ■ - CSE AG 86.2 100.0 86.2 100.0 

アナテック ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アングル・ヌフ ■ - S FRB 100.0 100.0 95.6 95.6 

アンティネアFCP
(1) ■ - CSE AG 3.7 4.5 3.7 4.5 

アルカパルクSAS × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

ARTEMID
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

アトゥー・ユロップC FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 85.1 83.0 85.1 83.0 

アトゥー・フランスC FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 40.9 40.0 40.9 40.0 

アトゥーPREM Sアクシオン3DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 96.9 100.0 96.9 

アトゥー・ヴェール・オリゾン FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 33.5 33.2 33.5 33.2 

オクシフィップ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

AXA EUR.SM.CAP E 3D
(1) ■ - CSE AG 95.8 91.2 95.8 91.2 
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B イモビリエ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

Bforbankエス・エー ▲ - A CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

アムンディ・ヴォジラールDETTE IMMO II
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

BFTエクイティ・プロテック44
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

BFT FRAN FUT-C SI.3D
(1) ■ - CSE AG 61.4 53.8 61.4 53.8 

BFTインベストメント・マネジャーズ ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

BFTオポチュニテ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

BFT PAR VIA EQ PC
(1) ■ - CSE AG 65.5 47.4 65.5 47.4 

BFT SEL RDT 23 PC
(1) ■ - CSE AG 100.0 66.2 100.0 66.2 

BFT VALUE PREM OP CD
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAオート・バンク エス・ピー・エー フランス支店 ■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CA EDRAM オポチュニテ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAフィナンスモン・アビタSFH ■ I2/O1 S CC 100.0 - 100.0 - 

CAグラン・クリュ ■ - S CC 77.9 77.9 77.9 77.9 

CAインドスエズ ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ・ジェスティオン ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAマスター・パトリモワンヌFCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 99.8 96.2 99.8 96.2 

CAヴィータ・アンフラストラクチュール・チョイス

FIPS c.I.A.
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAヴィータ・プライベート・デット・チョイスFIPS

cl.A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAヴィータ・プライベート・エクイティ・チョイス
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 コンパルティモン 5 A5
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 FCPR B1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 FCPR C1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013 FCPR D1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2013-2
(1) ■ - CSE AG 0.0 100.0 0.0 100.0 

CAA 2013-3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2014コンパルティモン1パートA1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2014アンヴェスティモン・パートA3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2015コンパルティモン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2015コンパルティモン2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA 2016
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAコメルス2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアンフラストラクチュール
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアンフラストラクチュール2017
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアンフラストラクチュール2018コンパルティモ

ン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアンフラストラクチュール2019
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PE 20 COMP 1 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAアクシオン・モンドP
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CAA PR FI II C1 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA INFRAST 2021 A PREDICA
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PRIV EQY 19 CF A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA PRIV.FINANC. COMP.1 A1 FIC
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

CAA PRIV.FINANC. COMP.2 A2 FIC
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017 BIS
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAA INFRASTRU.2020 A
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

CAAプライベート・エクイティ2017 フランス・アン

ヴェスティスモン
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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CAAプライベート・エクイティ2017 メザニン
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2017 TER
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2018 - コンパルティ

モン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2018 - コンパルティ

モン・フランス・アンヴェスティスモン
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2019コンパルティモ

ン1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2019コンパルティモ

ンBIS
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAプライベート・エクイティ2019コンパルティモ

ンTER
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAAスゴンデールIV
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

キャビネ・エスパルジリエール ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

CACEISバンク ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISファンド・アドミニストレーション ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISエス・エー ■ - S LC 69.5 69.5 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・フランス・エ

ス・エー
■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

CACEISインベスター・サービシズ・バンク・フラン

ス・エス・エー
■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

CACIノン・ヴィ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIヴィ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

カデイスダ2DEC
(1) ■ - CSE AG 48.9 48.9 48.9 48.9 

CAIRSアシュランス・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAA PV EQ2021 BIS A2
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

コルシカ地域銀行 ■ - S CC 99.9 99.9 49.9 49.9 

CALIEユロップ フランス支店 ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

カリフォルニア09
(1) ■ - CSE AG 82.8 82.3 82.8 82.3 

CAREPTA R 2016
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

カリオ・ホールディング ■ - S CC 71.4 71.4 71.4 71.4 

セダール ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 
CFMインドスエズ・コンセイユ・アン・アンヴェス

ティスモン
■ - S LC 70.2 70.2 67.5 67.5 

CFMインドスエズ・コンセイユ・アン・アンヴェス
ティスモン ヌメア支店

■ - B LC 70.2 70.2 67.5 67.5 

コールリアN2 PART C
(1) ■ - CSE AG 87.3 85.5 87.3 85.5 

コールリアN4 PART C
(1) ■ - CSE AG 88.1 86.1 88.1 86.1 

コールリアN5 PART C
(1) ■ - CSE AG 76.6 75.2 76.6 75.2 

コールリアN6 PART C
(1) ■ - CSE AG 80.6 79.2 80.6 79.2 

コールリアN7 C
(1) ■ - CSE AG 87.0 85.0 87.0 85.0 

コールリアPART C
(1) ■ - CSE AG 84.2 82.6 84.2 82.6 

コリアル・アロケーション ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CLデヴェロップモン・ドゥ・ラ・コルス ■ E1 S CC - 100.0 - 100.0 

CNP ACP 10 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

コンパニ・フランセーズ・ドゥ・ラジ（CFA） ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

カッシーニSAS × - JV AG 50.0 49.0 50.0 49.0 
コンパルティモンDS3 - イモビリエ・ヴォジラール
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

コンパルティモンDS3 - ヴォジラール
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CPR AM ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CPRコンソ・アクシオネールFCP P
(1) ■ - CSE AG 49.0 47.8 49.0 47.8 

CPR CROIS.REA.-P
(1) ■ - CSE AG 28.5 27.2 28.5 27.2 

コトワ ▲ I1 JV CC 50.0 - 35.6 - 

CPR EUR.HI.DIV.P 3D
(1) ■ - CSE AG 39.6 40.8 39.6 40.8 

CPRユーロランドESG P
(1) ■ - CSE AG 18.3 18.0 18.3 18.0 
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CPR FOCUS INF.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 33.0 22.3 33.0 22.3 

CPR GLOシルバー・エイジP
(1) ■ - CSE AG 96.6 99.9 96.6 99.9 

CPR OBLIG 12 M.P 3D
(1) ■ - CSE AG 13.6 94.7 13.6 94.7 

CPR REF.ST.EP.R.0-100 FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.8 100.0 97.8 

CPR REFLEX STRATEDIS 0-100 P 3D
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CPR RENAI.JAP.-P-3D
(1) ■ - CSE AG 64.7 66.2 64.7 66.2 

CPRシルバー・エイジP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 55.8 59.7 55.8 59.7 

Crealfi ■ E4 S SFS - 51.0 - 51.0 
クレディ・アグリコル - グループ・インフラスト

ラクチャー・プラットフォーム
▲ - JV CC 57.7 57.7 53.7 53.7 

クレディ・アグリコル・アグリキュルチュール ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・アシュランス（CAA） ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・アシュランス・ソリューシ

オン
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・キャピタル・アンヴェス

ティスモン・エ・フィナンス（CACIF）
■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・アシュランス・ルトレット ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・CIB・エール・フィナン

ス・エス・エー
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB・ファイナンシャル・

ソリューションズ
■ - CSE LC 99.9 99.9 97.7 97.7 

クレディ・アグリコル・CIB・グローバル・バンキ

ング
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIBエス・エー ■ - S LC 97.8 97.8 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIBトランザクシオン ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAコンシューマー・ファイナンス ■ O1 S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・クレディター・インシュラ

ンス（CACI）
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ホーム・ローンSFH ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・イモビリエ ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 
クレディ・アグリコル・イモビリエ・コーポレー

ト・エ・プロモシオン
▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

クレディ・アグリコル・イモビリエ・プロモシオン ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

クレディ・アグリコル・イモビリエ・セルビス ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 
クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファ

クタリング
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・モビリティ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ペイメント・サービシズ ■ - S CC 51.3 50.3 50.4 50.3 

クレディ・アグリコル・パブリック・セクターSCF ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・レジオン・デヴェロップモ

ン
■ - S CC 75.2 75.2 75.2 75.2 

クレディ・アグリコル・セルビス・イモビリエ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 
クレディ・アグリコル・トランジシオン・エ・エネ

ルジ
■ I1 CSE CC 100.0 - 100.0 - 

クレディ・アグリコル・エス・エー ● - Parent CC 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・リヨネ・デヴェロップモン・エコノミッ

ク（CLDE）
■ - S FRB 100.0 100.0 95.6 95.6 

デルフィナンス ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

DEMETRコンパルティモンTS EU ■ I2 CSE LC 100.0 - - - 

DEMETRコンパートメントGL-2023 ■ I2 CSE LC 100.0 - - - 

ダイレクト・リース ■ E4 S SFS 100.0 100.0 

DEMETRコンパルティモンJA 202 ■ I2 CSE LC 100.0 - - - 

ドゥメー・フィナンスS.A.S. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ドリヴァリア・フランスSAS ■ O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ドリヴァリア・リース・フランス・エス・エー ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

DSカンピュス
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

EFFITHERMIE FPCI
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

EPARINTER EURO BD
(1) ■ - CSE AG 18.9 20.6 18.9 20.6 

ESNI（コンパルティモン・クレディ・アグリコル・

エス・エー）
■ E1 CSE CC - 100.0 - 100.0 

エステール・フィナンス・テクノロジーズ ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
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エトワール・ジェスティオン ■ E4 S AG - 100.0 - 67.7 

ユーカリプタスFCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

ヨーロピアンCDT SRI PC
(1) ■ - CSE AG 51.1 21.0 51.1 21.0 

FCPR CAA 2013
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAA COMP TER パートA3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAA COMPART BIS パートA2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

エル・オールドコ・サール × - JV AG 49.2 49.0 49.2 49.0 

FCPR CAAコンパルティモン 1 パートA1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPR CAA フランス・クロワサンス2 A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2007 A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2007 C2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2008 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2008 A2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCPRプレディカ2008 A3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ウロワット・エネルジ × - JV AG 75.0 75.0 75.0 75.0 

FCPR UI CAP AGRO
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCTブリッジ2016-1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT CAリーシング2023-1 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 
FCT CAA - コンパルティモン

2017-1
(1) ■ - CSE AG 0.0 100.0 0.0 100.0 

FCT CAA コンパルティモン・セシオン・デ・クレ

アンスLCL
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT CAREPTA - コンパルティモンRE-2016-1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT CAREPTA-RE 2015-1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2018コンパル

ティモン・コルス
■ E1 CSE CC - 100.0 - 99.9 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2019コンパル

ティモン・コルス
■ E1 CSE CC - 100.0 - 99.9 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2020コンパル

ティモン・コルス
■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 99.9 

FCTクレディ・アグリコル・アビタ2022コンパル

ティモン・コルス
■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 99.9 

FCT GINKGOオート・ローンズ2022 ■ O1 CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT GINKGOデット・コンソ2015-1 ■ O1 CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT GINKGOマスター・レボルビング・ローンズ ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT GINKGOパーソナル・ローンズ2020-01 ■ E1 CSE SFS - 100.0 - 100.0 

FCT GINKGOセールス・ファイナンス2022-02 ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCT MID CAP 2 05/12/22
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FCTトゥルー・セール（コンパルティモンLCL） ■ E1 CSE FRB - 100.0 - 95.6 

FDA 18 -O-3D
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FDC A3 P
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FDS AV ECH FIA OM C
(1) ■ O1 CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

フェデリス・コア EU CR 19 MM
(1) ■ - CSE AG 43.7 43.7 43.7 43.7 

FDC A1 PART P
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

FIMOクールタージュ ■ - S FRB 100.0 100.0 94.6 94.6 

フィナムール ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

フィナンヴェスト ■ - S LC 98.4 98.4 96.2 96.2 

FIRECA ■ - S CC 51.0 51.0 51.0 51.0 

フレティレック ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

フォンカリス ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

フォンシエール・イペルシュド × - JV AG 51.4 51.4 51.4 51.4 

FONDS AV ECHUS FIA A
(1) ■ - CSE AG 100.0 0.2 100.0 0.2 

FONDS AV ECHUS FIA B
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

FPCIコジェネラシオン・フランスI
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

FR0010671958 プレディカンA5
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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FCT GINKGOセールス・ファイナンス2023-01 ■ I2 CSE SFS 100.0 - 100.0 - 

FONDS AV ECHUS FIA C
(1) ■ I1 CSE AG 99.8 - 99.8 - 

FREY × - A AG 19.7 19.7 19.7 19.7 

フリーカーズ ■ I3 S SFS 77.0 - 77.0 - 

FREYリテール・ヴィルボン
(1) × - JV AG 47.5 47.5 47.5 47.5 

ジェストム ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

FONDS AV ECHUS FIA F
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

グラン・クリュ・アンヴェスティスモン(GCI) ■ - S CC 52.1 52.1 52.1 52.1 

GRD 44
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD 44 N3
(1) ■ E1 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD 44 N2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD 44 N4 PART CD
(1) ■ E1 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD 44 N5
(1) ■ E1 CSE AG - 100.0 - 100.0 

GRD 54
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

フュチューア・エネルジ・アンヴェスティスモン・

ホールディング
× - JV AG 30.0 30.0 30.0 30.0 

フュチューア・エネルジ・アンヴェスティスモン・

ホールディング2
× - JV AG 48.0 48.0 48.0 48.0 

フュチューア・エネルジ・アンヴェスティスモン・

ホールディング3
× - JV AG 80.0 80.0 80.0 80.0 

GRD 44 N 6 PART P
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

GRD ACT.ZONE EURO
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD CAR 39 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD FCR 99 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 95.7 100.0 95.7 

GRD IFC 97 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 92.6 100.0 92.6 

GRD02
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD03
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD05
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD07
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD08
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD09
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD10
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD11
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD12
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD13
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD14
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.8 100.0 97.8 

GRD17
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD18
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD19
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD20
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

GRD21
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ハスティングス・パトリムAC
(1) ■ - CSE AG 0.2 34.4 0.2 34.4 

HDPビューロー
(1) ■ - S AG 95.0 95.0 95.0 95.0 

HDPオテル
(1) ■ - S AG 95.0 95.0 95.0 95.0 

HDPラ・オル・ボカ
(1) ■ - S AG 95.0 95.0 95.0 95.0 

へパイストス・マルチデバイシズFCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

ホールディング・ユーロマルセイユ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イムノスP 3D
(1) ■ - CSE AG 96.7 82.6 96.7 82.6 

IAAクロワサンス・

アンテルナショナル
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イカド × - A AG 19.1 19.1 19.1 19.1 

IDIA ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

IDIAデヴェロップモン ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

IDIAパルティシパシオン ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 
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イメファ177
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イメファ178
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イメファ179
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イメファ・ソン・キャトル・ヴァン・セット
(1) ■ - CSE AG 65.2 65.2 65.2 65.2 

イメファ・ソン・ソワソント・トロワ
(1) ■ I1 S AG 68.0 - 68.0 - 

IND.CAP EMERG.-C-3D
(1) ■ - CSE AG 24.6 23.1 24.6 23.1 

INDO ALLOC MANDAT C
(1) ■ - CSE AG 93.9 93.3 93.9 92.0 

INDOS.EURO.PAT.PD 3D
(1) ■ - CSE AG 36.6 32.6 36.6 32.6 

インドスエズ・アロカシオン
(1) ■ - CSE AG 93.9 98.5 93.9 98.5 

インドスエズCAP EMERG.M
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

インパクト・グリーン・ボンズM
(1) ■ I1 CSE AG 93.1 - 93.1 - 

インフラ・フォック・トプコ × - A AG 35.7 35.9 35.7 35.9 

アンテルフィモ ■ - S FRB 99.0 99.0 94.6 94.6 

INVEST RESP S3 3D
(1) ■ - CSE AG 55.2 52.3 55.2 52.3 

アイリス・ホールディング・フランス ■ - S AG 80.1 80.1 80.1 80.1 

イシー・ポン
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CLARIANE × O1 A AG 24.7 25.0 24.7 25.0 

L・アンド・Eサービシズ ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ラ・ルート・アヴァンス ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

LCL ■ - S FRB 95.6 95.6 95.6 95.6 

LCL AC.DEV.DU.EURO
(1) ■ - CSE AG 78.5 79.3 78.5 79.3 

LCL AC.エメルジャン3D
(1) ■ - CSE AG 39.2 38.9 39.2 38.9 

LCL AC.MDE HS EU.3D
(1) ■ - CSE AG 45.2 46.5 45.2 46.4 

INNERGEXフランス × I2 S AG 30.0 - 30.0 - 

LCL ACT RESナチュレル
(1) ■ - CSE AG 53.8 53.8 53.8 53.8 

LCL ACT.E-U ISR 3D
(1) ■ - CSE AG 31.3 29.7 31.3 29.7 

LCL ACT.ORモンド
(1) ■ - CSE AG 59.1 58.5 59.1 58.5 

LCL ACT.USA ISR 3D
(1) ■ - CSE AG 85.9 92.8 85.9 92.8 

LCLアクシオン・ユーロC
(1) ■ - CSE AG 38.2 36.6 38.2 36.6 

LCLアクシオン・ユーロFUT
(1) ■ - CSE AG 43.5 42.7 43.5 42.7 

LCLアクシオン・モンドFCP 3 DEC
(1) ■ - CSE AG 42.7 42.7 42.7 42.7 

LCLアロカシオン・ディナミック3D FCP
(1) ■ - CSE AG 95.8 94.4 95.8 94.4 

LCL BDP ECHUS D
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

LCL COM CARB STRA P
(1) ■ - CSE AG 95.3 96.8 95.3 96.8 

LCL COMP CB AC MD P
(1) ■ - CSE AG 82.1 58.7 82.1 58.7 

LCL DEVELOPPEM.PME C
(1) ■ - CSE AG 65.7 65.1 65.7 65.1 

LCL BP ÉCHUS C PREDICA
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

LCL BP ÉCHUS B
(1) ■ E2 CSE AG - 100.0 - 100.0 

LCL ECHUS - PI
(1) ■ E2 CSE AG - 72.7 - 72.7 

LCL ECHUS - GAMMA C
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

LCLエミシオン ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

LCLフレックス30
(1) ■ - CSE AG 61.1 54.6 61.1 54.6 

LCL INVEST.EQ C
(1) ■ - CSE AG 96.7 95.9 96.7 95.9 

LCL INVEST.PRUD.3D
(1) ■ - CSE AG 94.7 91.3 94.7 91.3 

LCL MGEST FL.0-100
(1) ■ - CSE AG 89.5 87.0 89.5 87.0 

LCL OBL.クレディ・ユーロ
(1) ■ - CSE AG 88.7 69.0 88.7 69.0 

リーシーズ・エス・エー・エス ▲ O1 JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

リーシーズ・フランス・エス・エー・エス ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

LF PRE ZCP 12 99 LIB
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

リンクソ ■ - S CC 66.4 50.0 66.4 44.5 

リンクソ・グループ ■ - S CC 66.4 50.0 66.4 44.5 
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リックスバイル ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リックスクールタージュ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リード・インベスターズ × I2 JV AG 45.0 - 45.0 - 

LMAエス・エー ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

ロンドル・クロワサンス C16 ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

M.D.F.89 FCP
(1) ■ - CSE AG 99.6 99.6 99.6 99.6 

ミッドキャップ・アドバイザーズSAS(旧ソディカ) ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

モリニエ・フィナンス ■ - S LC 100.0 100.0 96.0 95.0 

ノルマンディー・セーヌ・イモビリエ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

ミッド・インフラSLP
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

オブジェクティフ・ディナミズムFCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 90.0 100.0 90.0 

オブジェクティフ・ロング・テルムFCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

オブジェクティフ・メディアンFCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 97.1 100.0 97.1 

オブジェクティフ・プリュドンスFCP
(1) ■ - CSE AG 89.1 85.9 89.1 85.9 

オリンIT ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリン・フィナンス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリン・モバイル ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリン・エス・エー・エス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

オリン・サービシズ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

OPCI CAAクロスローズ ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

OPCIキャンプ・アンベスト ■ - CSE AG 80.1 80.1 80.1 80.1 

OPCI エコ・キャンパスSPPICAV ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
OPCI GHD SPPICAV

プロフェッショネル
(1) ■ - CSE AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

OPCI Immanens ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

OPCIイモ・エミシオン ■ - CSE AG 100.0 100.0 63.6 67.7 

OPCIアイリス・アンベスト2010 ■ - CSE AG 80.1 80.1 80.1 80.1 

OPCI MASSYビューロー ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

OPCIメシドール ■ - CSE AG 22.4 21.1 22.4 21.1 

オプシモ LCL SPPICAV 5DEC
(1) ■ - CSE AG 99.0 96.6 99.0 96.6 

オプシモ PREM SPPICAV 5DEC
(1) ■ - CSE AG 97.2 96.1 97.2 96.1 

オプタリムFCP 3DEC
(1) ■ E2 CSE AG - 95.7 - 95.7 

オクスリン ■ - S CC 66.6 50.0 66.4 44.5 

パシフィックEUR FCC ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

パシフィックIT FCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

パシフィックUSD FCT ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

パシフィカ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

パトリモワンヌ・エ・コメルス × - A AG 20.2 20.2 20.2 20.2 

PEDユロップ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

PORT EX ABS RET P
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

PORT.METAUX PREC.A-C
(1) ■ - CSE AG 100.0 98.7 100.0 98.7 

PORTF DET FI EUR AC
(1) ■ E2 CSE AG - 1.9 - 1.9 

プレディカ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2005 FCPR A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2006 FCPR A
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2006-2007 FCPR
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2010 A1
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2010 A2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ2010 A3
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ・エネルジ・デュラブル ■ - S AG 60.0 60.0 60.0 60.0 

プレディカOPCIビューロー ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカOPCIコメルス ■ - CSE AG 100.0 48.4 100.0 48.4 

プレディカOPCIアビタシオン ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカ・スゴンデールⅢ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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プレディカン A1 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン A2 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン A3 FCP
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディパルク ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン・ユーロクロワサンスA2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン・オポチュニテ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディカン・プレミアム
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレディヴァット ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ラムゼー - ジェネラル・ド・サンテ × - A AG 39.8 39.8 39.8 39.8 

ラヴィFCP 5DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 96.6 100.0 96.6 

レッド・セダール ■ - CSE AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

RETAH PART C
(1) ■ - CSE AG 100.0 96.1 100.0 96.1 

RSD 2006 FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ル・ドュ・バック(SCI)
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

S.A.S.エバーグリーン・モンルージュ ■ - CSE CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

SA RESICO ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SASクリスタル × - A AG 46.0 46.0 46.0 46.0 

SASデファンスCB3 × - JV AG 18.1 25.0 18.1 25.0 

SASコメルス2 ■ I1 S AG 99.9 - 99.9 - 

SASプレディ・ルンギ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SASスクエア・アビタ・プロヴァンスCO ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

SC CAAユーロ・セレクト
(1) ■ I1 CSE AG 100.0 - 100.0 - 

SCI 1 テラス・ベリーニ
(1) × - JV AG 33.3 33.3 33.3 33.3 

SCI 11 プラス・ドゥ・ユロップ
(1) ■ I1 S AG 100.0 - 100.0 - 

SCI 103 グルネル
(1) × I1 JV AG 49.0 - 49.0 - 

SCIアカデミー・モンルージュ
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCI BMEDICアビタシオン
(1) ■ - S AG 99.0 99.0 99.0 99.0 

SCIカンピュス・メディシス・サン・ドニ
(1) ■ - S AG 70.0 70.0 70.0 70.0 

SCIカンピュス・ランボ・サン・ドニ
(1) ■ - S AG 70.0 70.0 70.0 70.0 

SCIカーペ・ディエム
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCI D2 CAM ▲ - JV CC 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIユーロマルセイユ1 × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIユーロマルセイユ2 × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIフェデラル・プレール・ヴィクトワール
(1) ■ - S AG 99.0 99.0 99.0 99.0 

SCIフェデラル・ヴィリエ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフェデリモ
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフェデルログ
(1) ■ - S AG 99.9 99.9 99.9 99.9 

SCIフェデルロンドル
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフェデルピエール
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIフォンディ
(1) × - A AG 25.0 25.0 25.0 25.0 

SCIグルニエ・ヴェレフ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIハート・オブ・ラ・デファンス
(1) × - A AG 33.3 33.3 33.3 33.3 

SCIホールディング・ダリア
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイロット13
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCIイメファ001
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ002
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ003
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ005
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ006
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ008
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ009
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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SCIイメファ010
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ012
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ016
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ017
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ018
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ020
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ022
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ025
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ032
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ033
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ035
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ036
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ037
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ038
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ039
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ042
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ043
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ044
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ047
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ048
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ051
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ052
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ054
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ057
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ058
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ060
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ061
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ062
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ063
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ064
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ068
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ069
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ072
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ073
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ074
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ076
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ077
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ078
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ079
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ080
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ081
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ082
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ083
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ084
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ085
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ089
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ091
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ092
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ096
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ100
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ101
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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SCIイメファ102
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ103
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ104
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ105
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ108
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ109
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ113
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ115
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ116
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ117
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ118
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ120
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ121
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ122
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ123
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ126
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ128
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ129
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ131
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ140
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ148
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ149
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ150
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ155
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ158
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ159
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ164
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ169
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ170
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ171
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ172
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ173
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ174
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ175
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIイメファ176
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIル・ヴィラージュ・ヴィクトル・ユーゴー
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIリヨン・トニー・ガルニエ
(1) ■ O1 S AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

SCI MEDIビューロー
(1) ■ - S AG 99.8 99.8 99.8 99.8 

SCIパシフィカ・ユーゴー
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIポール・セザンヌ
(1) × - JV AG 49.0 49.0 49.0 49.0 

SCI LINASENS
(1) ■ I2 S AG 57.9 - 57.9 - 

SCIポルト・デ・リラ - フレール・フラヴィアン
(1)

■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIコンティヴェル ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIタングラム
(1) ■ - CSE AG 95.0 89.3 95.0 89.3 

SCIヴァリュベール
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIヴォジラール36-44
(1) ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCI VICQ ダズィール・ヴェルフォ
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SCIヴィユールバンヌ・ラ・ソワ・イロH
(1) ■ O1 S AG 90.0 90.0 90.0 90.0 

SCIワグラム22/30
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

SCPI LFPミュルティモ
(1) ■ - CSE AG 38.4 48.9 38.4 48.9 
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SEL EUR CLI SEP 22 C
(1) ■ - CSE AG 90.0 61.0 90.0 61.0 

SEL FR ENV MAI 2022
(1) ■ - CSE AG 80.4 80.4 80.4 80.4 

SEL EUR ENV MAI 22 C
(1) ■ - CSE AG 88.4 88.6 88.4 88.6 

SELEC EUR ENV JAN 22
(1) ■ I1 CSE AG 91.7 - 91.7 - 

セマリ × - JV AG 38.0 38.0 38.0 38.0 

SHプレディカ・エネルジ・デュラブルSAS ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

SNGI ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

SO.GI.CO ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 
ソシエテ・デパルニュ・フォンシエール・アグリコ

ル(SEFA)
■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソシエテ・ジェネラル・ジェスティオン（S2G） ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

ソフィンコ・パーティシパシオン ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソリダリテ・アムンディP
(1) ■ - CSE AG 78.7 80.2 78.7 80.2 

ソリダリテ・イニシアティ・サンテ
(1) ■ - CSE AG 77.1 76.5 77.1 76.5 

スピリカ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

スクエア・アビタ・アルプ・プロヴァンス ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・キャビネ・リュート ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 
スクエア・アビタ・キャビネ・リュート・ジェス

ティオン
▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・ソントル・フランス ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・ソントル・ウエスト ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・フランシュ－コンテ ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・オート・アルプ ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・トゥールーズ31 ▲ - JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 

スクエア・アビタ・ヴォクリューズ ▲ O1 JV CC 50.0 50.0 35.6 33.2 
ソシエテ・ユーロペアンヌ・ドゥ・デヴェロップモ

ン・ダシュランス
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソシエテ・ユーロペアンヌ・ドゥ・デヴェロップモ

ン・デュ・フィナンスモン
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

スデコ ▲ I3 JV CC 50.0 - 50.0 - 

TCB ■ - S LC 99.1 98.7 96.1 95.2 

トゥール・メルル(SCI)
(1) × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

TRIA 6 ANS N 16 PT C
(1) ■ - CSE AG 82.1 81.2 82.1 81.2 

トリアナンス6 AN 12 C
(1) ■ E2 CSE AG - 0.8 - 0.8 

トリアナンス6 AN 13 C
(1) ■ E2 CSE AG - 83.4 - 83.4 

トリアナンス6 AN 14 C
(1) ■ E2 CSE AG - 89.2 - 89.2 

トリアナンス6 ANS N 15
(1) ■ - CSE AG 0.5 84.7 0.5 84.7 

トリアナンス6 ANS N6
(1) ■ E2 CSE AG - 0.4 - 0.4 

トリプルP FCC ■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

UBAF ▲ - JV LC 47.0 47.0 46.0 46.0 

ユカフリート ▲ - A SFS 35.0 35.0 35.0 35.0 

UI CAPサンテ2
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユニフェルジ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユニ-メディア ■ - S CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユニピエール・アシュランス(SCPI)
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

UPTEVIA ▲ O1/O2 JV LC 50.0 100.0 34.8 69.5 

ヴォジラール・ファクトリー ■ I2 S AG 100.0 - 100.0 - 

ヴォジラール・グリムズビ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・ロングイユ ■ I2 S AG 100.0 - 100.0 - 

ヴァンドームINV.FCP 3DEC
(1) ■ - CSE AG 90.7 86.8 90.7 86.8 

ヴァンドームSELユーロPC
(1) ■ - CSE AG 14.0 6.9 14.0 6.9 

VERKORS × I2 JV AG 10.0 - 10.0 - 

ワテア ▲ I3 JV SFS 30.0 - 30.0 - 

ドイツ          

A-BESTナインティーン ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

A-BESTシックスティーン ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
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アムンディ・ドイツランドGmbH ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAオート・バンク・エス・ピー・エー ドイツ支店 ■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CAフェアズィッヒェルングーサービスGMBH ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CACEISバンク・エス・エー ドイツ支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEIS FONDSサービスGMBH ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CALEFエス・エー ドイツ支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・CIB（ドイツ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディトプラス・バンクAG ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユーロファクターGmbH ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

フェラーリ・ファイナンシャル・サービシズGMBH ▲ - S SFS 50.0 50.0 50.0 25.0 

リーシーズ・エス・ピー・エー ドイツ支店 ▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

オリン・ドイツランド ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
リテール・オートモーティブCPジャーマニー2021

UG
■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ギリシャ  

CAオート・バンクGmbhヘレニック支店 ■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CAオート・インシュアランス・ヘラス・エス・エー ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

クレディ・アグリコル・ライフ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・ヘラスSMエス・エー ■ O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ガーンジー  
クレディ・アグリコル・CIB・ファイナンス（ガー

ンジー）Ltd.
■ - CSE LC 99.9 99.9 97.7 97.7 

香港  

アムンディ アセット・マネジメント香港支店 ■ E1 B AG - 100.0 - 67.7 

アムンディ・ホンコンLtd. ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAインドスエズ（スイス）エス・エー 香港支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・アジア・シップファイナン

スLtd.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（香港） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セキュリティーズ（アジ

ア）リミテッド・ホンコン
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ハンガリー  
アムンディ・インベストメント・ファンド・マネジ

メント・プライベート・リミテッド・カンパニー
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

インド  

クレディ・アグリコル・CIB（インド） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・CIB・サービシズ・プライ

ベートLtd.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

SBIファンズ・マネジメントLTD ▲ - A AG 36.6 36.8 24.7 24.9 

アイルランド  
アムンディ・アンテルメディアシオン ダブリン支

店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・アイルランドLtd ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー アイルラン

ド支店
■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CA・オート・リインシュアランスDAC ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CACEISバンク アイルランド支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー ダブリン支店

■ I3 B LC 100.0 - 69.5 - 

CACEISインベスター・サービシズ・アイルランド・

リミテッド
■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

CACEISアイルランド・リミテッド ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACIライフ・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIノン・ライフ・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIリインシュランスLtd. ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIR 1.52％ 25/10/38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIR 1.5255％ 25/04/35
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIREファイナンス・アイルランド 0.83％ 25-

10-38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CORSAIREファイナンス・アイルランド 1.24％ 25-

10-38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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CORSAIREファイナンス・アイルランド 0.7％ 25-

10-38
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・アイルランドLTD ■ I3 S SFS 100.0 - 100.0 - 
EFLリースAbs 2017-1デジグネイテッド・アクティ

ビティ・カンパニー
■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

EFLリースABS 2021-1デジグネイテッド・アクティ

ビティ・カンパニー
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

エラスムス・ファイナンス ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
フィックスト・インカム・デリバティブズ - スト

ラクチャード・ファンドPLC
■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

KBIファンド・マネージャーズ・リミテッド ■ E1 S AG - 87.5 - 67.7 
KBIグローバル・インベスターズ（ノース・アメリ

カ）リミテッド
■ - S AG 100.0 87.5 67.5 67.7 

KBIグローバル・インベスターズ・リミテッド ■ - S AG 100.0 87.5 67.5 67.7 

KBIグローバルSUSTN INFR-DEUR
(1) ■ I2 CSE AG 43.1 - 43.1 - 

LM-CBバリューFD-PA EUR
(1) ■ - CSE AG 29.6 48.8 29.6 48.8 

ピムコ・グローバルBND FD-CURNC EX
(1) ■ - CSE AG 24.9 52.1 24.9 52.1 

プレミアムGR 0％28 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン0.508％25-10-38 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン0.63％25-10-38 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン1.24％25/04/35 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン1.531％25-04-35 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン1.55％25-07-40 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーン4.72％12-250927 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーンPLC 1.095％25-10-38 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

プレミアム・グリーンTV2027 ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
スペース・ホールディング（アイルランド）リミ

テッド
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

イタリア  

A-BESTエイティーン ▲ E1 SJV SFS - 50.0 - 50.0 

A-BESTフィフティーン ▲ E1 SJV SFS - 50.0 - 50.0 

A-BESTフォーティーン ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

A-BESTセブンティーン ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

アゴス ■ - CSE SFS 61.0 61.0 61.0 61.0 

アゴスコム・エス・アール・エル ■ E1 S SFS - 100.0 - 61.0 
アムンディ・リアル・エステート・イタリアSGRエ

ス・ピー・エー
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディSGRエス・ピー・エー ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAアシキュラツィオーニ ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CAオート・バンク ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）

イタリア支店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク イタリア支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー ミラノ支店

■ I3 B LC 100.0 - 69.5 - 

CACIダンニ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

CACIヴィ－タ ■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ソントラル・シカフ × - JV AG 24.5 25.0 24.5 25.0 

CLICKAR SRL ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

クレディ・アグリコル・CIB（イタリア） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・グループ・ソリューション

ズ
■ - CSE IRB 100.0 100.0 78.0 78.0 

クレディ・アグリコル・イタリア ■ - S IRB 78.1 78.1 78.1 78.1 

クレディ・アグリコル・リーシング・イタリア ■ - S IRB 100.0 100.0 81.4 81.4 
クレディ・アグリコル・ヴィータ・エス・ピー・

エー
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・エス・ピー・エー ■ O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファ
クタリング イタリア支店

■ O1 B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

エディソン・ルヌワーブル × - JV AG 49.0 49.0 49.0 49.0 

EFソラール・イタリア × - JV AG 30.0 30.0 30.0 30.0 
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ジェネラルファイナンス・エス・ピー・エー ▲ E2 A IRB - 16.3 - 12.7 

イタルアセット・ファイナンスSRL ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ラビル・ワン・エス・アール・エル ▲ - SJV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

イエイ × - JV AG 80.0 80.0 80.0 80.0 

リーシーズ・イタリア・エス・ピー・エー ▲ O1 JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

ネクサス1 ■ - CSE AG 96.9 96.9 96.9 96.9 

オリン・イタリア ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

サンライズSPV 20 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 30 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 40 SRL ■ I1 CSE SFS 100.0 - 61.0 - 

サンライズSPV 50 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z60 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z70 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z80 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV Z90 SRL ■ - CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 92 SRL ■ O1 CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 93 SRL ■ O1 CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

サンライズSPV 94 SRL ■ O1 CSE SFS 100.0 100.0 61.0 61.0 

ヴォジラール・イタリア ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・ソラール ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

日本  

アムンディ・ジャパン ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

クレディ・アグリコル・CIB（日本） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・ライフ・インシュランス・

カンパニー・ジャパンLtd.
■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア
BV（東京）

■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

UBAF（日本） ▲ - B LC 47.0 47.0 46.0 46.0 

ジャージー          
CACEISファンド・アドミニストレーション・ジャー

ジー (CI) リミテッド
■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

ルクセンブルク          

1827 A2EURC
(1) ■ - CSE AG 36.1 15.2 36.1 15.2 

56055 A5 EUR
(1) ■ - CSE AG 96.3 97.1 96.3 97.1 

56055 AEURHC
(1) ■ - CSE AG 1.2 1.7 1.2 1.7 

5880 AEURC
(1) ■ - CSE AG 92.3 81.2 92.3 81.2 

5884 AEURC
(1) ■ - CSE AG 9.8 5.4 9.8 5.4 

5909 A2EURC
(1) ■ - CSE AG 63.5 62.4 63.5 62.4 

5922 AEURHC
(1) ■ - CSE AG 56.6 58.9 56.6 58.9 

5932 AEURC
(1) ■ - CSE AG 9.9 64.5 9.9 64.5 

5940 AEURC
(1) ■ - CSE AG 0.8 26.2 0.8 26.2 

7653 AEURC
(1) ■ - CSE AG 46.5 56.2 46.5 56.2 

78752 AEURHC
(1) ■ - CSE AG 40.2 45.5 40.2 45.5 

9522 A2EURC
(1) ■ - CSE AG 33.9 76.5 33.9 76.2 

A FD EQ E CON AE(C)
(1) ■ - CSE AG 58.7 60.7 58.7 60.7 

A FD EQ E FOC AE(C)
(1) ■ - CSE AG 0.4 45.7 0.4 45.7 

AFインデックスEQジャパンAE CAP
(1) ■ - CSE AG 18.3 53.7 18.3 53.7 

AFインデックスEQ USA A4E
(1) ■ - CSE AG 61.9 68.4 61.9 68.4 

AIJPMGBIGOAHE
(1) ■ - CSE AG 74.6 100.0 74.6 100.0 

AIMSCIWOAE
(1) ■ - CSE AG 5.4 6.4 5.4 6.4 

アルタリュクスコ × E2 S AG - 50.0 - 50.0 

アムン・ニューSIL RO AEC
(1) ■ - CSE AG 92.1 35.4 92.1 35.4 

アムンディB GL AGG AEC
(1) ■ - CSE AG 8.1 6.5 8.1 6.5 

アムンディBGEB AEC
(1) ■ - CSE AG 43.4 50.8 43.4 50.8 

アムンディDS IV VAUGIRA
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
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アムンディEMERG MKT BD-M2EURHC
(1) ■ - CSE AG 85.6 29.6 85.6 29.6 

アムンディEQ E IN AHEC
(1) ■ - CSE AG 27.9 44.9 27.9 44.9 

アムンディ・ファンズ・アブソリュート・リター

ン・マルチストラ
(1) ■ - CSE AG 95.7 99.9 95.7 99.9 

アムンディ・ファンズ・パイオニアUSエクイティ・

リサーチ・バリューHGD
(1) ■ - CSE AG 81.7 86.1 81.7 86.1 

アムンディGLB MUL-ASSET-M2EURC
(1) ■ - CSE AG 84.9 83.0 84.9 83.0 

アムンディGLO M/A CONS-M2 EUR C
(1) ■ - CSE AG 69.0 48.4 69.0 48.4 

アムンディ・グローバル・サービシング ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・ルクセンブルク・エス・エー ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディSF - DVRS S/T BD-HEUR
(1) ■ - CSE AG 24.2 26.9 24.2 26.9 

アムンディEUR EQグリーン

IM-IEURC
(1) ■ - CSE AG 48.6 50.8 48.6 50.8 

アムンディGL INFLAT BD-MEURC
(1) ■ - CSE AG 81.2 77.7 81.2 77.7 

APLEGROSENIEUHD
(1) ■ - CSE AG 15.7 15.7 15.7 15.7 

ARCHM.-IN.DE.PL.III
(1) ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

BA-FII EUR EQ O-GEUR
(1) ■ - CSE AG 49.2 49.9 49.2 49.9 

ブリッジEU 20 SR LIB
(1) ■ - CSE AG 68.7 100.0 68.7 100.0 

CAインドスエズ・ウェルス（アセット・マネジメン

ト）
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ） ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク ルクセンブルク支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・

エー
■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

カブール・エアロ・エス・エー × - JV AG 37.1 37.0 37.1 37.0 

コールリアN3 PART C
(1) ■ - CSE AG 85.6 83.8 85.6 83.8 

シリュスSCA A1 × E2 JV AG - 20.0 - 20.0 

CPR INVメガトレンズR EUR-ACC
(1) ■ - CSE AG 28.9 34.7 28.9 34.7 

CPR I-SM B C-AEURA
(1) ■ - CSE AG 93.1 95.1 93.1 95.1 

CPR-CLIM ACT-AEURA
(1) ■ - CSE AG 24.6 26.4 24.6 26.4 

CPRGLODISOPARAC
(1) ■ - CSE AG 74.1 43.5 74.1 43.5 

クレディ・アグリコル・CIB・ファイナンス・ルク

センブルクS.A.
■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・ライフ・インシュランス・

ユロップ
■ - S AG 100.0 100.0 99.9 99.9 

ヨーロピアン・マーケティング・グループ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヨーロピアン・モーターウェイ・インベストメンツ × - JV AG 60.0 60.0 60.0 60.0 

EXANE 1 OVERDR CC
(1) ■ - CSE AG 66.9 69.1 66.9 69.1 

FE アムンディINC BLDR-IHE C
(1) ■ - CSE AG 89.8 90.5 89.8 90.5 

FCH JNS HEN HON ERO CT- ZCEUR
(1) ■ I2 CSE AG 63.1 - 63.1 - 

FEAMUNDISVFAEC
(1) ■ - CSE AG 85.5 68.9 85.5 68.9 

フランクリン・ディヴェール-DYN-I ACC EU
(1) ■ - CSE AG 60.6 40.9 60.6 40.9 

フランクリンGLB MLT-AS IN-IAEUR
(1) ■ - CSE AG 90.1 63.2 90.1 63.2 

ファンド・チャネル ■ - S AG 100.0 100.0 68.1 67.7 

IGSF-GBLゴールドFD-I C
(1) ■ E2 CSE AG - 41.8 - 41.8 

INDFGBEUR2026P
(1) ■ I2 CSE AG 49.2 - 49.2 - 

INDFNAOSA
(1) ■ I2 CSE AG 98.8 - 98.8 - 

INDOFIIFLEXEG
(1) ■ - CSE AG 47.1 42.1 47.1 42.1 

INDO-GBL TR-PE
(1) ■ - CSE AG 76.0 63.0 76.0 63.0 

インドスエズ・ナヴィゲーターG
(1) ■ - CSE AG 48.7 50.6 48.7 50.6 

インベスター・サービス・ハウス・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

JPM US EQY ALL CAP-C HDG
(1) ■ - CSE AG 92.1 63.5 92.1 63.5 

JPM US SEL EQ PLS-CA EUR HD
(1) ■ - CSE AG 100.0 57.4 100.0 57.4 

JPMORGAN F-JPM US VALUE-CEHA
(1) ■ - CSE AG 28.7 51.2 28.7 51.2 

JPMORGAN F-US GROWTH-C AHD
(1) ■ - CSE AG 6.6 11.3 6.6 11.3 
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リーシーズ・ルクセンブルク・エス・エー ▲ I3 JV SFS 50.0 - 50.0 - 
ルクセンブルク・インベストメント・カンパニー

296サール
× E2 JV AG - 50.0 - 50.0 

マッコリ・ストラテジック・ストレージ・ファシリ

ティーズ・ホールディングス・サール
× - JV AG 40.1 40.0 40.1 40.0 

オリン・ルクセンブルク ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

パルタンベスト・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

PIO-DIV S/T-AEURND
(1) ■ - CSE AG 36.5 70.1 36.5 70.1 

プレディカ・アンフラストラクチュールSA ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
パープル・プロット・アセット1.36％ 25/10/2038
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

パープル・プロット・アセット1.093％ 20/10/2038
(1)

■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

サール・アンピュルス × - JV AG 38.5 38.0 38.5 38.0 

スペース・リュクス ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・フィブラ ■ I2 S AG 100.0 - 100.0 - 

マレーシア  

アムンディ・マレーシアSdn Bhd ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CACEISマレーシアSDN.BHD ■ I3 S LC 100.0 - 69.5 - 

モーリシャス  

GSA Ltd ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

メキシコ          
アムンディ・アセット・マネジメント メキシコ支

店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

バンコ・サンタンデールCACEISメキシコ・エス・

エー　マルチバンキング機関
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

パイオニア・グローバル・インベストメンツLTDメ
キシコ・シティ支店

■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

モナコ  

CFMインドスエズ・ジェスティオン ■ - S LC 70.2 70.2 67.5 65.7 

CFMインドスエズ・ウェルス ■ - S LC 70.2 70.2 67.5 67.5 

LCLモナコ支店 ■ - B FRB 95.6 95.6 95.6 95.6 

モロッコ          

クレディ・デュ・マロック ▲ E3 JV IRB - 15.0 - 15.0 
クレディ・デュ・マロック・リーシング・エ・ファ

クタリング
▲ E3 JV SFS - 33.3 - 33.3 

ドリヴァリア・リース・エスパーニャSAU モロッコ

支店
■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

テミ・クールタージュ ▲ - JV SFS 49.0 49.0 49.0 49.0 

ワファ・ジェスティオン ▲ - A AG 34.0 34.0 22.9 23.0 

ワファサラフ ▲ - A SFS 49.0 49.0 49.0 49.0 

オランダ  

A-BEST 21 ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
アムンディ・アセット・マネジメント・ネーデルラ
ンド

■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAオート・ファイナンス・ネーデルランドBV ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CACEISバンク オランダ支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CALEFエス・エー - オランダ支店 ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナ

ンス・ネーデルランド
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア

BV
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ディ・クレディトデスクB.V. ■ E2 S SFS - 100.0 - 100.0 

ドリヴァリア・リース・ネーデルランドB.V. ■ I2 S SFS 100.0 - 100.0 - 
フィナンシェリングス・データ・ネットワーク

B.V.
▲ E1 JV SFS - 46.7 - 46.7 

フィナータ・ズイード - ネーデルランドB.V. ■ E1 S SFS - 98.1 - 98.1 

ファンディオN.V ■ O1/O2 S SFS - 100.0 - 100.0 

IDMリース・マートシャッピB.V. ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

イーベ・リースB.V. ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

インテルバンクNV ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディト '78 B.V. ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
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リーシーズ・ネーデルランド ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

マゴイBV ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リカール・ディレクトBV ■ O1 S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

シンフィネール B.V. ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

スフィネール B.V. ■ - CSE LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ノルウェー  

CAオート・ファイナンス・ノルガA/S ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ドリヴァリア・リース・ノルガAS ■ I3 S SFS 100.0 - 100.0 - 

ポーランド  

アルタミラ × - JV AG 22.5 22.5 22.5 22.5 

アムンディ・ポルスカ ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アルク・ブローカー ■ - S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー ポーランド

支店
■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

カレフリート・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

CDTアグリ・ジェチェTU ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 
クレディ・アグリコル・バンク・ポルスカ・エス・

エー
■ O1 S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・ポルスカ・エス・エー ■ O1 S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・サービスsp z o.o. ■ O1 S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・リース・ポルスカ SP Z O ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

EFLファイナンス・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ユーロファクター・ポルスカ・エス・エー ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
ユーロペスキ・ファンデュス・リーシンギー

（E.F.L.）
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・ポルスカ ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

トラック・ケアSp ■ - S SFS 100.0 70.0 100.0 70.0 

ポルトガル  

アグアス・プロファンダス・エス・エー × - JV AG 35.0 35.0 35.0 35.0 

アレス・ルシタニSTC, S.A ■ - CSE SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー ポルトガル

支店
■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

クレディボム ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・ポルトガル・エス・エー ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ユーロファクター・エス・エー（ポルトガル） ■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・モビリティ・ポルトガル・エス・エー ▲ I3 JV SFS 50.0 - 50.0 - 

ムドゥム・セグロス ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

リーシーズ・ポルトガル・エス・エー ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

カタール  

CACIBカタール　フィナンシャル・センター支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ルーマニア  
アムンディ・アセット・マネジメントS.A.Iエス・

エー
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

ロシア  

クレディ・アグリコル・CIB AO ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

サウジアラビア  
クレディ・アグリコル・CIB・アラビア・ファイナ

ンシャル・カンパニー
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

セルビア          

シンガポール  
アムンディ・アンテルメディアシオン・アジアPTE

Ltd
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・シンガポールLtd. ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アズコールSA シンガポール支店 ■ - B LC 82.9 82.9 81.0 81.0 
CAインドスエズ（スイス）エス・エー シンガポー

ル支店
■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（シンガポール） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ファンド・チャネル シンガポール支店 ■ - B AG 100.0 100.0 68.1 67.7 

UBAF（シンガポール） ▲ - B LC 47.0 47.0 46.0 46.0 

スロバキア  
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アムンディ チェコ共和国アセット・マネジメント

ブラチスラヴァ支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

韓国  

クレディ・アグリコル・CIB（韓国） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セキュリティーズ（アジ
ア）リミテッド ソウル支店

■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

NH-アムンディ・アセット・マネジメント ▲ - A AG 30.0 30.0 20.2 20.3 

UBAF（韓国） ▲ - B LC 47.0 47.0 46.0 46.0 
ウリ・カード2022 1アセット・セキュリティゼー

ション・スペシャルティーCO LTD
■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

スペイン          

A-BEST 20 ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

アムンディ・イベリアS.G.I.I.Cエス・エー ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 
CAオート・バンク・エス・ピー・エー スペイン支

店
■ O1/O2 B SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CAインドスエズ・ウェルス（ヨーロッパ）スペイン
支店

■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク・スペインS.A.U. ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISファンド・アドミニストレーション スペイ

ン支店
■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

CACEISファンド・サービシズ・スペインS.A.U. ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 

クレディ・アグリコル・CIB（スペイン） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・コンシューマー・ファイナ

ンス・スペインEFC
■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

クレディ・アグリコル・リーシング・アンド・ファ
クタリング スペイン支店

■ - B SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

ドリヴァリア・エスパーニャS.L.U. ■ O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ドリヴァリア・リース・エスパーニャS.A.U. ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ファクトゥム・イベリカ ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 
フリーカーズ・スペイン・ロジスティック・ソシエ

ダ・リミターダ
■ I3 S SFS 100.0 - 77.0 - 

リーシーズ・エス・ピー・エー スペイン支店 ▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

ジャナス・ルヌワーブル × - S AG 50.0 50.0 50.0 50.0 
プレディカ - プレヴォワイアンス・ディアロー

グ・デュ・クレディ・アグリコル
■ - B AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

サバデル・アセット・マネジメント・エス・エー

S.G.I.I.C.
■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

オルデサ・セルビシオ・エンプレサリアレス × - JV AG 60.0 60.0 60.0 60.0 

レプソル・ルヌワーブル × - S AG 12.5 12.5 12.5 12.5 
サンタンデールCACEISラタム・ホールディング

1,S.L.
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

サンタンデールCACEISラタム・ホールディング

2,S.L.
▲ - JV LC 50.0 50.0 34.7 34.7 

ヴォジラール・オートヴィアS.L.U. ■ - CSE AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

チュネル・ド・バルセロナ × - JV AG 50.0 50.0 50.0 50.0 

ヴォジラール・インフラS.L. ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

ヴォジラール・レノヴァブレス ■ - S AG 100.0 100.0 100.0 100.0 

スウェーデン  
アムンディ・アセット・マネージメント スウェー

デン支店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

CAオート・ファイナンス・スヴェリジェAB ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

クレディ・アグリコル・CIB（スウェーデン） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

スイス  

アムンディ・スイス ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アズコール ■ - S LC 82.9 82.9 81.0 81.0 

CAオート・ファイナンス・スイス・エス・エー ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CAインドスエズ（スイス）エス・エー スイス支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ（スイス）エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CAインドスエズ・フィナンツィアリア・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

CACEISバンク スイス支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー チューリッヒ支店

■ I3 B LC 100.0 - 69.5 - 

CACEISスイス・エス・エー ■ - S LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
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オリン・スイス ■ - S SFS 100.0 100.0 100.0 100.0 

台湾  

アムンディ・台湾・リミテッド ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

クレディ・アグリコル・CIB（台北） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ウクライナ  

クレディ・アグリコル・ウクライナ ■ O1 S IRB 100.0 100.0 100.0 100.0 

アラブ首長国連邦          
アムンディ・アセット・マネジメントドバイ（オフ
ショア）支店

■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

クレディ・アグリコル・CIB（アブダビ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（ドバイDIFC） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（ドバイ） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

インドスエズ・スイスDIFC支店 ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

英国  

アムンディ（UK）Ltd. ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 
アムンディ・アセット・マネジメント ロンドン支

店
■ E1 B AG - 100.0 - 67.7 

アムンディ・アンテルメディアシオン ロンドン支

店
■ - B AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディITセルヴィス ロンドン支店 ■ I2 B AG 100.0 - 67.5 - 

CAオート・ファイナンスUK LTD ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

CACEISバンク 英国支店 ■ - B LC 100.0 100.0 69.5 69.5 
CACEISインベスター・サービシズ・バンク・エス・
エー ロンドン支店

■ I3 B LC 100.0 - 69.5 - 

CACEIS UKトラスティー・アンド・デポジタリー・

サービシズLTD
■ I1 B LC 100.0 - 69.5 - 

クレディ・アグリコル・CIB（英国） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・CIB・ホールディングス

Ltd.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIBペンション・リミテッ

ド・パートナーシップ
■ E1 CSE LC - 100.0 - 97.8 

ドリヴァリア・リースUK LTD ■ O1/O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

ドリヴァリアUK LTD ■ O2 S SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 
フェラーリ・ファイナンシャル・サービシズGMBH英
国支店

▲ - B SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

ホーンジー2 × - SJV AG 25.0 25.0 25.0 25.0 

リーシーズUK Ltd ▲ - JV SFS 50.0 50.0 50.0 50.0 

リクソー・アセット・マネジメントUK LLP ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

NIXESシックス (LTD) ■ O2 CSE SFS 100.0 50.0 100.0 50.0 

クレディ・アグリコル・エス・エー支店 ■ - B CC 100.0 100.0 100.0 100.0 

米国  

アムンディ・アセット・マネージメント US Inc. ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・ディストリビューター US Inc. ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ・ホールディングス US Inc. ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 

アムンディ米国 ■ - S AG 100.0 100.0 67.5 67.7 
アトランティック・アセット・セキュリタイゼー

ションLLC
■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

クレディ・アグリコル・アメリカ・サービシズInc. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・CIB（米国） ■ - B LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・グローバル・パートナーズ

Inc.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

クレディ・アグリコル・リーシング(USA）Corp. ■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 
クレディ・アグリコル・セキュリティーズ（USA)

Inc.
■ - S LC 100.0 100.0 97.8 97.8 

ラ・ファイヤット・アセット・セキュリタイゼー

ションLLC
■ - CSE LC 100.0 100.0 - - 

リクソー・アセット・マネジメントINC. ■ E2 S AG - 100.0 - 67.7 
ヴァンダービット・キャピタル・アドバイザーズ

LLC
■ E1 S AG - 100.0 - 67.7 

(注1) 保険会社が保有する投資信託、ユニットファンドおよびSCI。

 

(1) 連結方法：■全部連結　▲持分法適用　●親会社　×公正価値

(a) 連結範囲の変更　(b) 事業体の種類および支配関係　(c) 事業（詳細は下記参照。）
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支店はイタリックで記載。

 

(a) 連結範囲の変更

連結範囲への組入れ（I）

I1：基準超え

I2：設立

I3：買収（支配持分を含む。）

連結範囲からの除外（E）

E1：事業の中止（解散および清算を含む。）

E2：当行グループ外の会社への売却または支配の喪失による連結除外

E3：重要性が乏しいことを理由とした連結除外

E4：合併または経営権の譲渡

E5：資産および負債の全部譲渡

その他（O）

O1：会社名の変更

O2：連結方法の変更

O3：連結範囲に関する注記に初めて記載

O4：売却目的保有非流動資産および非継続事業に分類される事業体

 

(b) 事業体の種類および支配関係

子会社

支店

連結ストラクチャード・エンティティ

共同支配企業

ストラクチャード・ジョイント・ベンチャー

共同支配事業

関係会社

ストラクチャード・アソシエイト

 

(c) 事業の種類

FRB:フランス国内リテール・バンキング

IRB:国際リテール・バンキング

AG:資産収集

LC:大口顧客

SFS:専門金融サービス

CC:コーポレート・センター
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注記14　非連結持分投資およびストラクチャード・エンティティ

 

14.1　非連結持分投資

 

これらの有価証券は、純損益を通じて公正価値で計上されるか、または純損益に組替えられることのない

株主持分を通じて公正価値で計上され、当該有価証券を発行した企業の資本の大部分に相当する持分証券で

あり、長期的に保有することが意図されている。

この項目は、2022年12月31日現在の19,764百万ユーロに対して、2023年12月31日現在、24,988百万ユーロ

となった。2023年12月31日現在、保有割合が20％超で、帳簿価額が重要な非連結会社への主な投資は、クレ

ディ・ロジュモン（A株およびB株）であった。当行グループの投資は、クレディ・ロジュモンの資本の

32.50％に当たり、481百万ユーロに達するが、様々なフランスの銀行および企業によって共同保有されてい

るこの事業体に対して重大な影響力をもたらしていない。

 

14.1.1　非連結事業体

 

独占的支配、共同支配および重大な影響下にある従来型の事業体ならびに被支配ストラクチャード・エン

ティティのうち、連結範囲に含まれていない事業体に関する情報は、一括登録書類の公表時のクレディ・ア

グリコル・エス・エーのウェブサイトに掲載されている。

 

14.1.2　重要な非連結持分投資

 

資本の10％以上を占める重要な持分投資の会計処理のうち、連結範囲に含まれていない持分投資は、一括

登録書類の公表時のクレディ・アグリコルのウェブサイトの表に掲載されている。

 

14.2　非連結ストラクチャード・エンティティに関する情報

 

IFRS第12号において、ストラクチャード・エンティティは、当該事業体を支配する者を決定する際に議決

権または類似の権利が主要な要因にならないように企図された事業体と定義されている。たとえば、議決権

は管理的な任務にのみ関係し、関連する活動は契約上の取決めによって方向付けられる場合などである。

 

保有する持分の性質および範囲に関する情報

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業体は、特定の非連結ストラクチャード・

エンティティにおける持分を保有しており、それらの主な特徴は事業の種類別に以下のとおり示される。

 

　証券化ビークル

クレディ・アグリコル・エス・エーは、主に大口顧客部門の子会社を通じて、売掛債権または金融債権の

購入による証券化ビークルの組成に取り組んでいる。かかるビークルは、負債性商品および資本性商品への

投資に係る多様なトランシェを発行してかかる購入のための資金を調達し、その返済はかかるビークルの資

産のパフォーマンスに連動する。クレディ・アグリコル・エス・エーは、顧客のためにスポンサーを務める

証券化ビークルへの投資および流動性ファシリティの提供を行っている。

 

　資産運用

クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産収集部門の子会社を通じて、選択したリスク水準に関して実

現し得る最高の収益を獲得するための特定の資産への投資を望む顧客のために、事業体の組成および管理を
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行っている。したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーの事業体は、かかる組成を確実に成功させる

ために当該事業体の持分の保有を求められるか、またはかかる組成におけるパフォーマンスの保証を求めら

れる可能性がある。

 

　投資ファンド

クレディ・アグリコル・エス・エーの資産収集事業部門の事業体は、キャッシュ・マネジメントおよびフ

ランス保険法典の規制条項に従い、保険会社の顧客から受領した保険料に対する投資に関連して、投資家か

らの要求に応じるために設立された会社に対して投資する。保険会社への投資は、保険契約の期間にわたる

保険契約者へのコミットメントを保証するためのものである。かかる投資の価値および収益は、かかるコ

ミットメントと関連付けられている。

 

　ストラクチャード・ファイナンス

最後に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、大口顧客部門の子会社を通じて、特別目的の資産取得の

ための事業体に関与している。かかる事業体は、アセット・ファイナンス会社またはリース・ファイナンス

会社の形態を取ることがある。ストラクチャード・エンティティにおいて、融資は資産により担保される。

当行グループの関与は、融資または融資コミットメントに限られることが多い。

 

スポンサーを務める事業体

クレディ・アグリコル・エス・エーは、以下の例においてストラクチャード・エンティティのスポンサー

を務める。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが当該エンティティの組成に関与し、かかる関与（対価が支払われ

る。）が取引の適切な完了を確実にするために不可欠であるとみなされる場合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーの要求により、また主にその使用のために組成が行われる場合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが当該ストラクチャード・エンティティに自己の資産を譲渡する場

合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーが管理者である場合。

・クレディ・アグリコル・エス・エーの子会社または親会社の名称がストラクチャード・エンティティま

たはそれにより発行される金融商品の名称に関連付けられる場合。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年12月31日現在持分を保有していない非連結ストラクチャー

ド・エンティティのスポンサーを務めている。

スポンサーを務める事業体からの総収益は、主に証券化および投資ファンドにおける支払利息および受取

利息からなり、クレディ・アグリコル・グループは、報告日現在、いかなる持分も保有していない。総収益

は、クレディ・アグリコル・アシュランスについては8百万ユーロであった。

 

持分に関連するリスクに関する情報

ストラクチャード・エンティティへの財務支援

クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年度において、いかなる非連結ストラクチャード・エンティ

ティにも財務支援を行わなかった。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、いかなる非連結ストラクチャード・エン

ティティにも財務支援を行う意図はない。

 

事業の種類別の非連結ストラクチャード・エンティティにおける持分

2023年12月31日現在および2022年12月31日現在、当行グループの非連結ストラクチャード・エンティティ

における関与は下表のとおりであり、当行グループにとって重要なスポンサーを務めるストラクチャード・

エンティティのグループ別に示されている。
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（ 百 万

ユーロ）

2023年12月31日

証券化ビークル 資産運用 投資ファンド
(1)

ストラクチャード・ファイ

ナンス
(1)  

 最大損失  最大損失  最大損失  最大損失  

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融資産

3 3 - 3 2,712 2,712 - 2,712 42,973 42,973 - 42,973 4 4 - 4  

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

- - - - - - - - 2 2 - 2 - - - -  

償却原価

で測定す

る金融資

産

108 108 - 108 - - - - - - - - 2,140 2,140 - 2,140  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た資産合

計

112 112 - 112 2,712 2,712 - 2,712 42,974 42,974 - 42,974 2,143 2,143 - 2,143  

資本性金

融商品
- - - - -

- - - - - - - - - - -
 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融負債

26 26 - 26 518 518 - 518 - - - - 14 14 - 14  

負債 12 - - - - - - - - - - - 240 - - -  

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1147/1736



非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た負債合

計

39 26 - 26 518 518 - 518 - - - - 254 14 - 14  

付与した

コミット

メント

- 15 - 15 - 13,147 328 12,819 - - - - - 2,147 - 2,147  

融 資 コ

ミットメ

ント

- 15 - 15 - - - - - - - - - 2,147 - 2,147  

保 証 コ

ミットメ

ント

- - - - - 13,148 328 12,819 - - - - - - - -  

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -  
実行リス

クに対す

る引当金

－付与し

たコミッ

トメント

- - - - - - - - - - - - - - - -  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関する

コミット

メント合

計（引当

金 控 除

後）

- 15 - 15 - 13,147 328 12,819 - - - - - 2,147 - 2,147  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

の総資産

2,021 - - - 82,061 - - - 446,748 - - - 5,321 - - -  

(1) スポンサーを務めていないストラクチャード・エンティティは、当該エンティティの性質に関する特定のリスクが発生しない。

これらのエクスポージャーに関する情報は、注記3.1「信用リスク」および注記3.3「市場リスク」を参照。これらは、当行グ

ループが管理者ではない投資ファンド、および当行グループが融資のみを行うストラクチャード・ファイナンスを行う事業体で

ある。
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（ 百 万

ユーロ）

2022年12月31日

証券化ビークル 資産運用 投資ファンド
(1)

ストラクチャード・ファイ

ナンス
(1)  

 最大損失  最大損失  最大損失  最大損失  

帳

簿

価

額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受領

した

保証

およ

びそ

の他

の信

用補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

帳簿

価額

損失に

対する

最大エ

クス

ポー

ジャー

受

領

し

た

保

証

お

よ

び

そ

の

他

の

信

用

補

完

純エク

スポー

ジャー

 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融資産

- - - - 2,106 2,106 - 2,106 33,335 33,335 - 33,335 - - - -  

その他の

包括利益

を通じて

公正価値

で測定す

る金融資

産

- - - - - - - - - - - - - - - -  

償却原価

で測定す

る金融資

産

103 103 - 103 - - - - - - - - 2,001 2,001 - 2,001  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た資産合

計

103 103 - 103 2,106 2,106 - 2,106 33,335 33,335 - 33,335 2,001 2,001 - 2,001  

資本性金

融商品
- - - - -

- - - - - - - - - - -
 

純損益を

通じて公

正価値で

測定する

金融負債

47 47 - 47 462 462 - 462 - - - - 24 24 - 24  

負債 - - - - - - - - - - - - 194 - - -  
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非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関して

認識され

た負債合

計

47 47 - 47 462 462 - 462 - - - - 218 24 - 24  

付与した

コミット

メント

- - - - - 12,906 444 12,462 - - - - - 1,525 - 1,525  

融 資 コ

ミットメ

ント

- - - - - - - - - - - - - 1,525 - 1,525  

保 証 コ

ミットメ

ント

- - - - - 12,914 444 12,470 - - - - - - - -  

その他 - - - - - - - - - - - - - - - -  
実行リス

クに対す

る引当金

－付与し

たコミッ

トメント

- - - - - (8) - (8) - - - - - - - -  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

に関する

コミット

メント合

計（引当

金 控 除

後）

- - - - - 12,906 444 12,462 - - - - - 1,525 - 1,525  

非連結ス

ト ラ ク

チ ャ ー

ド・エン

ティティ

の総資産

- - - - 82,098 - - - 4,153 - - - - - - -  

(1) スポンサーを務めていないストラクチャード・エンティティは、当該エンティティの性質に関する特定のリスクが発生しない。

これらのエクスポージャーに関する情報は、注記3.1「信用リスク」および注記3.3「市場リスク」を参照。これらは、当行グ

ループが管理者ではない投資ファンド、および当行グループが融資のみを行うストラクチャード・ファイナンスを行う事業体で

ある。
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損失リスクに対する最大エクスポージャー

金融商品に係る損失リスクに対する最大エクスポージャーは帳簿価額に相当する。ただし、オプション売

却デリバティブおよびクレジット・デフォルト・スワップ（CDS）については、エクスポージャーが資産の想

定元本および時価を控除後の負債の想定元本に相当する。付与したコミットメントに係る損失リスクに対す

る最大エクスポージャーは、想定元本および貸借対照表に計上された付与したコミットメントに対する引当

金の額に相当する。

 

注記15　決算日後の事象

 

報告期間終了後、重要な後発事象は発生していない。
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B．クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類

 

(1) クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類（2023年12月31日現在）

 

2024年2月7日にクレディ・アグリコル・エス・エーの取締役会で承認され、2024年5月22日の定時株主総会で

の承認に向けて提出される。

 

(ⅰ) 貸借対照表（2023年12月31日現在）

 

   2023年12月31日  2022年12月31日

資産 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

短期金融市場および銀行間項目   193,360 30,908,596  241,527 38,608,091

現金および中央銀行預け金   41,646 6,657,113  69,310 11,079,204

政府短期証券および類似証券
5
27

 14,348 2,293,528  15,429 2,466,326

金融機関に対する債権
3
27

 137,366 21,957,955  156,788 25,062,562

クレディ・アグリコル内部取引 3  420,799 67,264,720  446,622 71,392,527

顧客に対する貸出金および債権 4  3,204 512,159  5,415 865,588

有価証券取引   129,151 20,644,787  39,235 6,271,715

債券およびその他の利付証券
5
27

 129,114 20,638,873  39,210 6,267,719

株式およびその他の持分証券 5  37 5,914  25 3,996

固定資産   66,599 10,645,850  65,570 10,481,365

株式投資およびその他の長期有価証
券

6
7

 1,324 211,641  1,287 205,727

子会社および関連会社に対する投資
6
7

 65,123 10,409,912  64,132 10,251,500

無形資産 7  40 6,394  39 6,234

有形固定資産 7  112 17,903  112 17,903

株主に対する債権－未払込資本金   - -  - -

自己株式 8  276 44,119  183 29,253

未収収益、前払金およびその他の資
産

  36,086 5,768,347  38,759 6,195,626

その他の資産 9  16,901 2,701,625  22,943 3,667,439

未収収益および前払金 9  19,185 3,066,722  15,816 2,528,188

資産合計   849,475 135,788,579  837,311 133,844,163

 

(ⅰ) 貸借対照表（2023年12月31日現在）（続き）

 

   2023年12月31日  2022年12月31日

株主持分および負債 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

短期金融市場および銀行間項目   261,728 41,837,221  227,138 36,308,009

中央銀行からの預り金   2 320  23 3,677

金融機関に対する債務 11  261,726 41,836,901  227,115 36,304,333

クレディ・アグリコル内部取引 11  90,732 14,503,510  126,313 20,191,133

顧客に対する債務
12
27

 237,943 38,035,189  246,167 39,349,795
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債務証券 13  143,634 22,959,895  128,285 20,506,357

未払費用、繰延収益およびその他の負
債

  27,160 4,341,526  22,986 3,674,312

その他の負債
14
27

 3,590 573,862  4,216 673,928

未払費用および繰延収益 14  23,570 3,767,665  18,770 3,000,385

引当金および劣後債務   30,651 4,899,562  28,884 4,617,107

引当金
15
16
17

 989 158,092  1,118 178,712

劣後債務 18  29,662 4,741,471  27,766 4,438,395

一般銀行業務リスク引当金  1,435 229,385  1,343 214,679

株主持分合計（一般銀行業務リスク引

当金を除く）
19  56,192 8,982,291  56,195 8,982,771

資本金   9,158 1,463,906  9,128 1,459,111

資本剰余金   13,449 2,149,823  13,409 2,143,429

準備金   14,681 2,346,758  14,681 2,346,758

再評価差額金   - -  - -

法定引当金および投資助成金   5 799  8 1,279

利益剰余金   15,793 2,524,511  13,736 2,195,700

当期純利益／（損失）   3,106 496,494  5,233 836,495

株主持分および負債合計   849,475 135,788,579  837,311 133,844,163

 

(ⅱ) オフバランスシート項目（2023年12月31日現在）

 

   2023年12月31日  2022年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

付与したコミットメント   25,531 4,081,130  26,447 4,227,553

融資コミットメント 26  885 141,467  5,860 936,721

保証コミットメント 26  21,862 3,494,641  20,506 3,277,884

有価証券コミットメント 26  2,784 445,022  81 12,948

受領したコミットメント   147,865 23,636,220  154,726 24,732,951

融資コミットメント 26  146,296 23,385,416  153,485 24,534,577

保証コミットメント 26  1,569 250,805  1,241 198,374

有価証券コミットメント 26  - -  - -

 

オフバランスシートの外国為替取引および先渡金融商品に係る取引は、それぞれ注記23および24に記載さ

れている。

 

(ⅲ) 損益計算書（2023年12月31日終了事業年度）

 

   2023年12月31日  2022年12月31日

 注記  百万ユーロ 百万円  百万ユーロ 百万円

受取利息および類似収益 28  33,038 5,281,124  12,556 2,007,077

支払利息および類似費用 28  (33,522) (5,358,492)  (13,602) (2,174,280)

持分証券からの収益 29  3,616 578,018  6,006 960,059

受取報酬および手数料 30  1,530 244,571  1,633 261,035
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支払報酬および手数料 30  (1,222) (195,337)  (704) (112,534)

トレーディング勘定に係る純利益／

（損失）
31  (24) (3,836)  31 4,955

短期投資ポートフォリオおよび類似項

目に係る純利益／（損失）
32  (138) (22,059)  (32) (5,115)

その他の銀行業務収益 33  66 10,550  11 1,758

その他の銀行業務費用 33  (75) (11,989)  (65) (10,390)

収益   3,269 522,550  5,834 932,565

営業費用 34  (839) (134,114)  (757) (121,006)

有形固定資産および無形資産の減価償

却費、償却費および減損
  (11) (1,758)  (10) (1,599)

営業総利益   2,419 386,677  5,067 809,960

リスク費用 35  (25) (3,996)  (11) (1,758)

営業利益   2,394 382,681  5,056 808,202

固定資産に係る純利益／（損失） 36  415 66,338  (70) (11,190)

税引前利益   2,809 449,019  4,986 797,012

特別項目純額   - -  - -

法人所得税 37  385 61,542  298 47,635

一般銀行業務リスク引当金および法定

引当金に対する配分純額
  (88) (14,067)  (51) (8,152)

純利益   3,106 496,494  5,233 836,495
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(2) クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類に対する注記

 

注記1　法的および財務的背景ならびに当事業年度中に発生した重大な事象

 

1.1　法的および財務的背景

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、9,158,213,973ユーロの資本金（すなわち1株当たり額面3ユーロの

株式3,052,737,991株）を有し、株式会社（Société Anonyme）の形態をとるフランスの公開有限責任会社で

ある。

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の内訳は以下のとおりである。

・59.69％がSASリュ・ラ・ボエスィにより所有

・39.54％が浮動株（従業員による所有を含む。）

また、クレディ・アグリコル・エス・エーが所有する自己株式は、2022年12月31日現在における

18,994,580株に対して、2023年12月31日現在は23,559,181株であり、資本金の0.77％に相当する。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、地域銀行の活動と連携し、地域銀行について管理上、技術上およ

び財務上の監督を行う責任を有し、フランス通貨金融法典に基づき監督する権利を有する。クレディ・アグ

リコル・エス・エーは、銀行法に規定される企業の中央機関としてのその役割に基づき、ネットワークのつ

ながりと適切な機能を確保し、また、各地域銀行に対して経営基準を遵守させる責任を有する。同社はま

た、地域銀行の流動性および支払能力を保証する。さらに、1988年に、地域銀行は連帯して、クレディ・ア

グリコル・エス・エーの第三者の債権者に対して、かかる地域銀行の資本の総額を上限として保証を付与し

た。かかる保証は、クレディ・アグリコル・エス・エーの破産または解散に伴い資産が不十分であることが

識別された場合に実施されることがある。

 

1.2　クレディ・アグリコルの内部取引

 

内部資金調達構造

クレディ・アグリコル・ネットワークとの提携は、以下に記載する活動を行う資金調達システムの一部に

なることでもある。

 

特別貯蓄口座

特別貯蓄口座（一般的な通帳式貯蓄口座（Livret d'épargne populaire）、持続可能かつ総合的な開発に

係る通帳式口座（Livret de développement durable et solidaire）、住宅購入に関する貯蓄制度および貯

蓄口座、一般的な貯蓄制度、若者向け通帳式口座（Livret Jeune）ならびに通帳式貯蓄口座（Livret A））

にて保有される資金は、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり地域銀行が受け入れ、クレディ・アグ

リコル・エス・エーへ集められる。クレディ・アグリコル・エス・エーは、これらの資金を「顧客に対する

債務」として貸借対照表に計上する。

 

定期預金および貸付金

地域銀行はまた、クレディ・アグリコル・エス・エーに代わり、政府規制を受けない貯蓄資金（通帳式口

座、債券、ワラント、特定の定期預金口座および同様の口座等）を受け入れる。これらの資金はクレディ・

アグリコル・エス・エーに送金され、「顧客に対する債務」として同社の貸借対照表に計上される。

特別貯蓄口座ならびに定期預金および貸付金は、クレディ・アグリコル・エス・エーから地域銀行への

「貸付金」（融資）に利用され、地域銀行はこれを中長期融資の資金源とすることができる。
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（満期および金利が受け入れた貯蓄資金と正確に一致する）いわゆる「ミラー貸付金」の形で、地域銀行

が受け入れた貯蓄資金の50％が地域銀行に還元され、かかる資金は、地域銀行がその裁量で自由に使用する

ことができる。

2004年1月1日以降、受け入れた（かつミラー貸付金を経由して還元されなかった）資金の集中管理によっ

て発生した利鞘は、地域銀行とクレディ・アグリコル・エス・エーとで分け合い、再調達モデルを使用しか

つ市場金利を適用して決定される。

さらに、地域銀行は、市場価額をもとに算出された貸付金の形で、クレディ・アグリコル・エス・エーか

ら借換えを行うことができる。

 

地域銀行の流動性余剰資金の移転

地域銀行は、「貨幣性」預金（要求払預金、一元管理されない定期預金および譲渡性預金）を、それらの

顧客への融資に使用することができる。余剰資金はクレディ・アグリコル・エス・エーに送金されなければ

ならず、当座預金口座または定期預金口座は「クレディ・アグリコル内部取引」の項目として計上される。

 

外貨建て取引

地域銀行の外貨建て取引は、クレディ・アグリコル・エス・エーを通じて資金が提供される。

 

クレディ・アグリコル・エス・エーにより発行された中長期債

これらは、市場で販売されるか、または地域銀行から顧客に販売される。これらは、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの貸借対照表上、発行された証券の種類により「債務証券」または「劣後債務」のいずれか

の項目で負債計上される。

 

TLTRO Ⅲメカニズム

ECBからのTLTRO Ⅲローンの残存残高は、2022年12月31日現在の77十億ユーロに対し、2023年12月31日現在

では17十億ユーロである。

 

流動性リスクおよびソルベンシー・リスクのヘッジならびに銀行の破綻処理

フランス通貨金融法典（CMF）第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに基づき、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーは中央機関として、各関連金融機関およびネットワーク全体の流動性および

ソルベンシーを確保するために必要なあらゆる手段を講じなければならない。その結果、ネットワークの各

構成機関は、当該内部財政連帯メカニズムの恩恵を受ける。

CMF（Code monétaire et financier－フランス通貨金融法典）の一般規定は、かかる法定の連帯メカニズ

ムにおいて実施すべき業務上の措置を定める内部規定に反映されている。

クレディ・アグリコル・エス・エーの新規株式公開において、CNCA（現クレディ・アグリコル・エス・

エー）は、2001年に、地域銀行との間で、特にクレディ・アグリコル・ネットワーク内の内部関係を統括す

ることを目的とした契約を締結した。この契約は、特に、関連する構成機関が困難な状況に陥った場合に支

援することで、クレディ・アグリコル・エス・エーがネットワークの中央機関としての役割を果たすことが

できるよう、流動性リスクおよびソルベンシー・リスク管理基金（FRBLS）を設立することを定めている。か

かる契約の主な条項は、クレディ・アグリコル・エス・エーが2001年10月22日にフランスの証券取引委員会

に提出した登録書類（第R.01-453号）の第Ⅲ章に記載されている。

2014年に、欧州の金融危機管理の枠組みが、指令（EU）第2014/59号（「銀行再建・破綻処理指令－BRRD」

として知られる。）により採択された。これは、2015年8月20日付命令第2015-1024号によりフランス法とし

て国内法制化された。また、同命令によりフランス法は、単一破綻処理メカニズムおよび単一破綻処理基金

の枠組みにおける金融機関の破綻処理のための統一規則および統一手続を定める2014年7月15日付欧州規則第
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806/2014号の規定に適合した。BRRDを改正した2019年5月20日付指令(EU)第2019/879号は、「BRRDⅡ」として

知られ、2020年12月21日付命令第2020-1636号によりフランス法に組み込まれた。

この金融危機の予防および解決のための手段を含む枠組みは、金融の安定の維持、破綻した場合に経済に

重大な影響を与えうる金融機関の活動、サービスおよび業務の継続性の確保、預金者の保護ならびに公的財

政支援の利用を可能な限り回避または制限することを目的としている。この一環として、単一破綻処理委員

会を含む欧州の破綻処理当局には、金融機関またはそれが属するグループの全部または一部の破綻処理に関

連するあらゆる必要な手段を講じるための広範囲に及ぶ権限が与えられている。

協同組合銀行グループについて、破綻処理当局は「拡大シングル・ポイント・オブ・エントリー（拡大

SPE）」による破綻処理戦略を支持しているため、破綻処理が行われる場合は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エーと関連する事業体のレベルで同時に行われることになる。これは、クレディ・アグリコル・グルー

プが破綻処理される場合に、（中央機関としての）クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその関連する

事業体から構成される範囲全体が、拡大シングル・ポイント・オブ・エントリーとみなされるためである。

上記およびネットワーク内の連帯メカニズムを勘案すると、クレディ・アグリコル・ネットワークの構成機

関を個別に破綻処理することはできない。

破綻処理当局は、金融機関が破綻したかまたは破綻するおそれがあり、別の民間の対策により合理的な期

間内に破綻を防ぐ合理的な見込みがなく、破綻処理の措置が必要で、清算手続では上記の破綻処理の目的の

達成に不十分であるとみなした場合、当該金融機関に対し破綻処理手続を開始することができる。

破綻処理当局は、下記のとおり、当該機関の資本再構成または存続可能性の回復を目的とする1つまたは複

数の破綻処理手法を使用することができる。破綻処理手法は、（株式、相互株式、CCI、CCA等の）資本性証

券の保有者が最初に損失を負担し、次いで債権者（ただし、法的にまたは破綻処理当局の決定により、ベイ

ルインから除外されない場合。）が損失を負担する方法で実施されなければならない。フランス法はまた、

破綻処理中の金融機関の資本性証券の保有者および債権者が負う損失は、フランス商法（Code de

Commerce）に基づく法的清算手続の場合に負担する損失より大きくなってはならないという原則（フランス

通貨金融法典第L.613-57.I条に規定されるNCWOL原則）等、一定の破綻処理の手法または決定の実施時におけ

る保護措置も定めている。したがって、投資家は、当該機関の破綻処理時に受けた扱いが通常の破産手続に

服した場合に受けるであろう扱いよりも不利なものである場合、補償を要求することができる。

破綻処理当局がクレディ・アグリコル・グループについて破綻処理を実施することを決定した場合、損失

負担のために、最初に、CET1資本調達手段（株式、相互株式、CCIおよびCCA）、その他Tier 1資本調達手段

ならびにTier 2資本調達手段の元本を削減し、次に、場合により、その他Tier 1資本調達手段およびTier 2

資本調達手段
(1)

を資本性証券に転換する。その後、破綻処理当局がベイルイン手法を使用することを決定し

た場合には、債務証券
(2)

にも適用され、損失負担のためにこれらの資本調達手段の一部もしくは全部の元本

削減または株式への転換が行われることになる。

中央機関およびすべての関連する事業体に関して、破綻処理当局は、調整された方法で、減損または転換

措置および（適用ある場合には）内部救済措置を実施することを決定できる。かかる場合、対象の事業体で

あるかにかかわらず、また損失の発生源にかかわらず、減損または転換措置および（適用ある場合には）内

部救済措置が、クレディ・アグリコル・ネットワーク内のすべての事業体に適用される。

破綻処理における債権者の順位は、破綻処理実施日時点で有効なCMF第L.613-55-5条の規定により定められ

る。

同順位または清算における同一の権利を有する資本性証券の保有者および債権者は、当行グループのどの

事業体の債権者であるかにかかわらず、平等に扱われる。

この救済措置の対象は、クレディ・アグリコル・グループの資本構成を変更することを目的としているた

め、連結レベルの資本要件に基づいて決定される。
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投資家は、破綻処理手続が当行グループに実施された場合、ネットワーク構成機関の株式、相互株式、CCI

およびCCAの保有者ならびに負債性金融商品の保有者が、どのグループ事業体の債権者であるかにかかわら

ず、投資の全部または一部を失う重大なリスクがあることを認識しなければならない。

破綻処理当局が実施することのできる他の破綻処理手法は、基本的に当該機関の活動の全部または一部を

第三者またはつなぎ機関に売却し、当該機関の資産を分離することである。

当該破綻処理の枠組みは、フランス通貨金融法典第R.512-18条における定義によりクレディ・アグリコ

ル・ネットワークに適用される、同法典第L.511-31条に規定される法定の内部財政連帯メカニズムに影響を

与えない。実務上、かかるメカニズムは破綻処理手続が行われる前に実施されるべきであるとクレディ・ア

グリコル・エス・エーは考えている。

したがって、クレディ・アグリコル・グループに対して破綻処理手続が実施されることは、法定の内部財

政連帯メカニズムでは1つまたは複数のネットワーク事業体、ひいてはネットワーク全体の破綻を救済するこ

とができなかったことを意味する。当該破綻処理手続はまた、1988年に第三者の債権者に対して、地域銀行

が連帯して各々の自己資本の総額を上限として与えた、クレディ・アグリコル・エス・エーの債務に対する

保証の発動条件が発生するのを限定することになる。かかる保証は、クレディ・アグリコル・エス・エーの

破産または解散により資産が不足する場合に実施される可能性があることに留意されたい。

 

(1) フランス通貨金融法典第L.613-48条および第L.613-48-3条。

(2) フランス通貨金融法典第L.613-55条および第L.613-55-1条。

 

1.3　2023事業年度に発生した重大な事象

 

自己株式の消却による減資

2023年1月13日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、株主総会の承認に基づき、2022年12月13日に取締

役会によって決議された減資を完了した。資本金の約0.5％に相当する16,658,366株の自己株式の消却によ

り、資本金は50百万ユーロ減少した。

これらの株式は、2022年11月30日に終了した株式買戻しプログラムにおいて、総額160.3百万ユーロで買い

戻されたものである。

この自己株式の消却による減資後、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は3,025,902,350株となっ

た。

 

小切手画像処理（CIE）事件

2017年12月21日に下された判決において、パリ控訴裁判所は、主要なフランスの銀行が共謀して、小切手

の回収に関連する手数料率および条件を設定したとして、2010年に罰金を科した、競争監視機関（ADLC）の

決定を支持した。

この訴訟手続の当事者である他の銀行と共に、クレディ・アグリコル・エス・エーは最高裁判所に上告し

た。

2020年1月29日、フランス最高裁判所（Cour de Cassation）は、CIE（小切手画像処理）事件において銀行

側に有利な判決を下し、構成を変更して当該事件をパリ控訴裁判所に差し戻した。

フランス最高裁判所の判決の結果、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2010年9月に競争監視機関が科

した罰金（82.9百万ユーロ）と、2017年12月にパリ控訴裁判所が科した減額された罰金（76.5百万ユーロ）

との差額、すなわち6.4百万ユーロをフランス財務省に支払うことを求められた。2020年4月7日、総額6.4百

万ユーロがフランス財務省に支払われた。

2017年12月に支払われた罰金と同じ原則に基づき、この追加費用はクレディ・アグリコル・エス・エーと

地域銀行で等分され、クレディ・アグリコル・エス・エーの親会社財務書類に3.2百万ユーロ計上されてい

る。
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2021年12月2日、パリ控訴裁判所は、競争監視機関による当初の2010年の決定を棄却し、銀行が以前支払っ

た金額と利息の総額を返金するよう命じた。

その結果、2021年12月30日、クレディ・アグリコル・エス・エーは、基本的に罰金の返金に相当する83百

万ユーロを受け取った。この支払は、クレディ・アグリコル・エス・エーと地域銀行で等分された。結果と

して、クレディ・アグリコル・エス・エーは、41.5百万ユーロの利益を当行の勘定に留保し、残りの41.5百

万ユーロを地域銀行への未払金として認識した。

競争監視機関がフランス最高裁判所に上訴したため、クレディ・アグリコル・エス・エーの勘定におい

て、41.5百万ユーロの利益に対して100％の引当金が計上された。

2023年6月28日、フランス最高裁判所は、競争監視機関による上告を棄却した。その結果、この引当金はも

はや不要となり、当該金額が戻し入れられた。

 

従業員割当増資

クレディ・アグリコル・グループの従業員180,000人を対象とするクレディ・アグリコル・エス・エーの増

資は、2023年6月28日から7月11日までの引受期間を経て、最終的に2023年8月31日に完了した。

当該投資スキームでは、株価に対し20％の割引を行った引受価格での標準的な募集が提示された。2023年8

月31日に新株が発行され、交付された。

フランスおよびその他18ヶ国におけるクレディ・アグリコル・グループの従業員32,506人による引受け

は、合計232.1百万ユーロであった。

この増資により、26,835,641株が発行され、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は3,052,737,991

株、9,158,213,973ユーロとなった。

 

新規住宅ローン会社、クレディ・アグリコルFH SFH

クレディ・アグリコル・エス・エーが主要な株主である新規住宅ローン会社、クレディ・アグリコル・

フィナンスモン・ドゥ・ラビタSFH（CA FH SFH）は、2022年12月に設立され、2023年7月に事業を開始した。

この新組織の目的は、法律で義務付けられている流動性準備金の積上げにより、当行グループの財務的健

全性に寄与することである。

CA FH SFHは、住宅ローン債券を発行し、発行債券と同様の特徴を持つ貸出金をクレディ・アグリコル・エ

ス・エーに供与する。同時に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、CA FH SFHの発行を引き受ける。最終

的に、クレディ・アグリコル・エス・エーは、引き受けた証券を3Gプールに拠出する。

2023年12月31日までに実施された取引は、30件の債券発行にわたり、92十億ユーロに相当する。

 

株式買戻しプログラム

監督当局から必要なすべての許認可を得た後、クレディ・アグリコル・エス・エーは、2023年10月6日に市

場で株式買戻しプログラムを開始した。このプログラムは、2023年従業員割当増資の希薄化効果を相殺する

ために実施された。

2023年12月31日、このプログラムにより、総額260百万ユーロで22,331,501株の普通株式を購入した。

2023年10月6日から2024年1月26日の間に総額322百万ユーロで買い戻した26,835,641株は、2024年3月6日に

消却された。

この株式消却後、クレディ・アグリコル・エス・エーの資本金は9,077,707,050ユーロとなり、ケプラー・

シュヴルーが管理する流動性契約に基づき保有する1,360,622株の自己株式を含む、3,025,902,350株で構成

されている。

 

1.4　2023事業年度末後の事象

 

報告期間終了後、重要な後発事象は発生していない。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1159/1736



 

注記2　会計方針および会計原則

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランスの銀行に適用される会計原則に準拠して財務書類を作成

している。

クレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類の表示は、ANC規則第2014-07号の規定に準拠しており、同

規則は、金融機関に適用されるすべての会計基準を1つにまとめたものである。

 

2.1　貸出金および融資コミットメント

 

金融機関、クレディ・アグリコル・グループの事業体および顧客に対する債権は、ANC規則第2014-07号に

準拠して会計処理されている。

貸出金および債権は、その残存期間または性質に従って表示される。

・金融機関については、要求払預金および定期預金

・クレディ・アグリコル内部取引については、当座勘定、定期預金および貸付金

・顧客については、受取債権、その他の融資枠および普通預金口座

顧客の区分には金融機関顧客との間で締結された取引も含まれている。

劣後ローンおよび売戻し条件付契約（証書または有価証券で表わされる）は、相手方の種類（銀行間、ク

レディ・アグリコル内部取引、顧客）により、様々な貸出金および債権の区分に含まれる。

金融機関および顧客に対する債権は、経過利息を含み、貸借対照表上に額面金額で計上される。

貸出金に係る未収利息は、貸借対照表の「経過利息」に認識され、純損益に計上される。

ANC規則第2014-07号に従い、受取報酬および手数料ならびに負担する取引費用は、貸出金の残存期間にわ

たり繰り延べられ、そのため、これらは関連する貸出金の残高に含まれる。

オフバランスシートで認識される融資コミットメントは、現金貸付に対する取消不能のコミットメントお

よび貸出が実行されていない保証コミットメントである。

信用リスクの会計処理は、以下のとおり定められている。

外部および／または内部格付システムの利用により、信用リスクの水準を評価する。

貸出金および融資コミットメントは、正常貸出金と貸倒懸念債権に分類される。

 

正常貸出金

債権は、貸倒懸念債権に分類されない限り、正常貸出金または信用の質が低下した貸出金のいずれかに分

類され、当初の分類から変更されない。

 

正常貸出金および信用の質が低下した貸出金に係る信用リスクに対する引当金

信用エクスポージャーについて、クレディ・アグリコル・エス・エーは、その貸借対照表の負債の部の引

当金に、（「正常」に分類されるエクスポージャーについては）今後12ヶ月間の予想信用リスクおよび／ま

たはエクスポージャーの信用の質が著しく低下している場合は（「信用の質が低下した」に分類されるエク

スポージャーについては）当該エクスポージャーの全期間にわたる予想信用リスクが含まれるように認識し

ている。

これらの引当金は、個別の監視プロセスの一環として決定され、予想信用損失の水準の変動を反映した見

積りに基づいている。
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「予想信用損失（ECL）」の考え方

ECLは、割引後の信用損失（元本および利息）を債務不履行リスクの発生確率で加重計算した予想価値と定

義される。これは、契約上のキャッシュ・フローと予想キャッシュ・フロー（元本および利息を含む。）の

差額の現在価値に相当する。

ECLアプローチは、可能な限り早期に予想信用損失の認識を予測することを目的とする。

 

ECLの管理および測定

引当金のパラメータを測定する仕組みの管理は、バーゼルの仕組みとして整備された体制に基づいてい

る。クレディ・アグリコル・グループのリスク管理部門は、方法論的枠組みを定め、貸出金の減損の仕組み

を監督する責任を負う。

クレディ・アグリコル・グループは、ECLの計算に必要なパラメータを算出するために、主に内部格付シス

テムおよび現行のバーゼルのプロセスに依拠している。信用リスクの変動の評価は、予想損失モデルおよび

合理的なシナリオに基づく推定を基礎としている。入手可能で、関連性を有する、合理的かつ文書化可能な

情報（将来予測に関する情報を含む。）はすべて使用されている。

かかるECLの見積もりには、デフォルト率、デフォルト時損失率およびデフォルト時エクスポージャーが含

まれる。

これらの算定は、規制上のプロセスが存在する場合にその一環として使用される内部モデルに概ね基づい

ているが、経済的ECLを決定する際に調整される。

会計上のアプローチでも、特に内部回収コスト、または「デフォルト時損失率」（以下「LGD」という。）

に関する規制上の計算において規制当局により設定されている下限を取り除くために、特定のバーゼルのパ

ラメータに関して再計算を要求している。

ECLの算定方法は、顧客に対する貸出金および債権ならびに融資コミットメントといった商品の種類に基づ

き評価される必要がある。

今後12ヶ月間の予想信用損失は、全期間予想信用損失の一定割合を占め、報告期間後の12ヶ月間（また

は、金融商品の予想残存期間が12ヶ月に満たない場合は、より短い期間）に債務不履行が生じた場合におけ

る全期間キャッシュ・フローの不足額を12ヶ月以内のデフォルト率で加重計算した額を表す。

予想信用損失は、残高を当初認識の際に決定した実効金利（EIR）で割り引かれる。

ECLの測定においては、契約条件の一部で、クレディ・アグリコル・エス・エーが別途計上していない担保

およびその他の信用補完が含められる。保証された金融商品からの予想キャッシュ・フローの不足額を見積

る際には、保証による回収額および時期を反映する。保証の有無は、信用リスクの著しい増大の評価には影

響しない。これは、債務者の信用リスクの決定は保証を考慮せずに行うためである。

引当金のパラメータは、クレディ・アグリコル・グループが規定した手法を使用して測定および更新さ

れ、それにより引当金の最初の基準または共通の基盤を設定する。

使用しているモデルおよびパラメータのバックテストは、少なくとも年1回行われる。

将来予測のマクロ経済データは、以下の2つのレベルにおいて適用される方法論的枠組みに含まれている。

・取引の返済期間にわたるPDおよびLGDのパラメータの予測における将来予測インプットを組み込んだ共通の

枠組みの決定については、クレディ・アグリコル・グループ・レベル

・各自のポートフォリオについては、各事業体レベル。クレディ・アグリコル・エス・エーは、現地の経済

的要因および／または構造的要因によりグループ・レベルで定義されたシナリオでカバーされない追加の

損失に晒されている正常な顧客に対する貸出金および債権、信用の質が低下した顧客に対する貸出金およ

び債権、ならびに正常な融資コミットメントと信用の質が低下した融資コミットメントのポートフォリオ

に対し、追加の将来予測のパラメータを適用する。
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信用リスクの著しい増大

クレディ・アグリコル・エス・エーは、各貸出金について、組成時から各期末日までの信用リスクの増大

を評価する。この信用リスクの変動に関する評価に基づき、事業体はそのエクスポージャーを様々なリス

ク・カテゴリ（正常と認定されたエクスポージャー／信用の質が低下したと認定されたエクスポージャー／

貸倒懸念エクスポージャー）に分類しなければならない。

信用リスクの著しい増大を評価するために、クレディ・アグリコル・グループは、2つの分析レベルに基づ

くプロセスを用いている。

・第1レベルは、すべての当行グループ企業に適用される絶対的および相対的な当行グループの基準ならびに

規則に基づく。

・第2レベルは、各事業体に固有であり、各事業体がそのポートフォリオ内で保有するリスクに関する、現地

の経済的要因および／または構造的要因によりグループ・レベルで定義されたシナリオでカバーされない

追加の損失に各事業体を晒す追加の将来予測のパラメータに基づく専門家の評価に関係しており、当行グ

ループの「正常」から「信用の質が低下した」への分類変更基準の調整（ポートフォリオまたはサブポー

トフォリオの満期までのECLへの変更）につながる可能性がある。

各貸出金につき、一部の例外を除き、信用リスクの著しい増大の評価を行う。貸出金の評価を「正常」か

ら「信用の質が低下した」に引き下げる際、同じ相手先への他の貸出金に当該評価を波及させる必要はな

い。信用リスクの著しい増大を評価する際、いかなる保証（株主保証を伴う取引を含む。）も考慮せず、主

たる債務者の信用リスクの変動を検討しなければならない。

類似の特性を有する少額の貸出金のポートフォリオについて発生する可能性のある損失は、個別評価では

なく、統計的基準で見積られることがある。

金融商品について、上記で定義した第1レベルにおける信用リスクの著しい増大の評価を格付モデルにより

行う場合、以下の2つの基準に基づいて行われる。

1.相対的な基準

信用リスクの相対的な増大の重要度を評価するため、閾値は、当期の報告日および当初認識日における将

来予測情報を含む、全期間のデフォルト率に基づき定期的に調整されている。

金融商品は、当初認識日におけるデフォルト率に対する報告期間末におけるデフォルト率の比率が、当行

グループの定義する倍率の閾値を上回った場合、ステージ2に分類される。

これらの閾値は、健全性リスク管理システムの区分に基づき、金融商品の同種ポートフォリオごとに決定

される。

たとえば、フランスの住宅用不動産ローンの倍率の閾値は、ポートフォリオによって1.5から2.5の間で異

なる。大企業（投資銀行を除く。）向けローンの閾値は、2から2.6の間で異なる。

この相対的な変化による基準は、デフォルト率の絶対的な変化基準であるプラス30ベーシス・ポイントに

より補完される。1年以内のデフォルト率が0.3％を下回る場合、信用リスクは「重要でない」と判断され

る。

2.絶対的な基準

・クレディ・アグリコル・グループの信用リスク管理の慣行に従い、報告期間末において1年間のデフォルト

率が、個人顧客については15％、法人顧客については12％を上回る場合、リスクの増大が著しいと判断さ

れ、金融商品はステージ2に分類される。

・クレディ・アグリコル・グループは、信用リスクの著しい増大およびステージ2への分類の閾値として、30

日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

・金融商品は、財政困難により条件緩和が行われた場合、ステージ2に分類される。

内部格付モデルがない場合、クレディ・アグリコル・グループは、信用リスクの著しい増大および信用の

質が低下した債権への分類の最大閾値として、30日超の延滞という絶対的な基準値を使用する。

組成時からの信用リスクの増大が認められなくなった場合、減損は12ヶ月の予想信用損失（ステージ1）ま

で減額される。
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特定の信用リスクの著しい増大の要因または指標について商品レベルでは識別できない部分を補うため

に、基準では、信用リスクの著しい増大の評価を金融商品ポートフォリオ・レベルで、またはポートフォリ

オのグループもしくはポートフォリオの一部について行うことを認めている。

以下のような共通の特性を有する金融商品については、ポートフォリオを構成して、集合的に減損を評価

することができる。

・貸出金の種類

・信用リスクの格付（内部格付システムを有する事業体については、バーゼル2の内部格付を含む。）

・担保の種類

・当初認識日

・満期までの残存期間

・業種

・債務者の地理的な位置

・金融資産に対する担保の価値（デフォルト率に影響がある場合（たとえば、特定の国におけるノンリコー

ス・ローンまたはローン・トゥ・バリュー・レシオ））

・販売チャネル、資金調達の目的等

したがって、信用リスクの著しい増大を市場ごとに区別することは可能である（住宅ローン、消費者金

融、農家・中小企業に対する貸出金、法人向けローン等）。

信用リスクについて集合的に評価するための金融商品のグループは、時間の経過に伴い、新たな情報が入

手され次第、変更されることがある。

正常貸出金および信用の質が低下した貸出金に係る信用リスクに対する引当金繰入額および戻入額は、

「リスク費用」に認識される。

 

貸倒懸念債権

貸倒懸念債権とは、あらゆる種類の債権（担保が付されているものを含む。）のうち、以下の1つ以上の事

由に相当する信用リスクが識別されたものである。

・支払が通常、期限より90日を超えて延滞している場合。ただし、かかる延滞が債務者の財政状況とは無関

係の理由によるという事実を示す特殊な事情があるときは、この限りではない。

・債務者が債務を返済する可能性が低いと当該事業体が判断した場合。ただし、担保権の実行など何らかの

措置が講じられているときは、この限りではない。

債務不履行貸出金は、見積将来キャッシュ・フローにマイナスの影響を及ぼすような事象が1つ以上発生し

た場合に、「貸倒懸念」とされる。以下の事象は観察可能なデータであり、貸倒懸念債権を示している。

・発行者または債務者の著しい財政困難

・債務不履行または支払延滞等の契約違反

・債務者の財政困難に関連する経済的または契約上の理由により、債権者が債務者に、他の状況では検討し

ないような譲歩を1つ以上行ったこと

・債務者の破産または財務再編の可能性の増大

・財政困難に起因する金融資産の活発な市場の消滅

・発生した信用損失を反映した、大幅なディスカウントでの金融資産の購入または組成

複数の事象の複合的な影響から債権に貸倒懸念が生じる可能性がある。

債務不履行に陥った取引相手先が健全な状態に戻るのは、債務者がもはや貸倒懸念状態ではなくなったこ

とを確認できる観察期間が経過した後である。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、貸倒懸念債権の中でも貸倒懸念債権と貸倒債権を以下のように区

別している。

・貸倒懸念債権

貸倒債権の区分に分類されないが、貸倒が懸念されるすべての債権は貸倒懸念債権として分類される。
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・貸倒債権

貸倒債権は、回収の見込みが著しく損なわれ、いずれ償却することになる可能性が高い債権である。

貸倒懸念債権の場合、利息は発生し続けるが、債権が貸倒債権に分類されると利息は発生しなくなる。

貸倒懸念債権への分類が中止されることがあり、その場合、債権は正常貸出金に再度分類される。

 

貸倒懸念債権に係る信用リスクに起因する減損

クレディ・アグリコル・エス・エーの地域銀行に対する貸出金および債権は、当該地域銀行が実行した顧

客に対する貸出金に対するクレディ・アグリコル・エス・エーの直接的なリスクを表すものではない。ただ

し、これは地域銀行の財務健全性に関する潜在的な間接的リスクを表している。したがって、クレディ・ア

グリコル・エス・エーは、地域銀行に対する貸出金および債権に対して引当金を設定していない。

債権が貸倒懸念債権に分類された場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、発生する可能性の高い損

失を、貸借対照表上の資産から減損を控除することにより認識する。この減損は、債権の帳簿価額と、相手

方の財政状態、経済の見通しおよび保証（その実現に係る費用を控除後）を考慮して、実効金利で割り引か

れた見積将来キャッシュ・フローとの差額に相当する。

オフバランスシートのコミットメントについて発生する可能性の高い損失は、株主持分および負債として

認識される引当金の対象となっている。

 

減損の会計処理

貸倒懸念債権の回収不能による減損損失および戻入は、「リスク費用」に認識される。

ANC規則第2014-07号に従い、当行グループは、減損の割引を解消するための費用の影響を「リスク費用」

として計上することを選択した。

 

直接償却

直接償却の適用時期の決定は、専門家の意見に基づいて行われる。クレディ・アグリコル・エス・エー

は、その事業に関する知識に基づき、リスク管理部門と共にこれを決定する。

債権が貸倒債権となった場合、直接償却され、同額の減損の戻入が行われる。

 

カントリー・リスク

カントリー・リスク（または国際的なコミットメントに係るリスク）とは、フランスの金融健全性規制監

督・破綻処理機構（Autorité de contrôle prudentiel et de résolution - ACPR）が特定する国に所在する

民間もしくは公的機関の債務者に関して、金融機関が直接もしくは分離事業体を通じて計上する、またはそ

の決済が当該国に所在する公的機関もしくは民間の債務者のポジションに依拠する、オンバランスシートお

よびオフバランスシートの減損していない債権の合計額である。

 

条件緩和債権

財政困難によって条件緩和した債権は、債務者の財政困難に関連した経済的または法的理由により、他の

状況下では検討されなかったような条件で事業体が当初の融資条件（金利、満期等）を変更した債権であ

る。

そのため、財政困難によって条件緩和した債権は、以下の2つの累積的基準で構成される。

・契約の変更または債務の借り換え（譲歩）

・財政困難に陥っている顧客（融資コミットメントの履行困難に直面している、または直面しようとしてい

る債務者）

かかる条件緩和の定義は、顧客レベルではなく（波及させず）、契約ごとに適用されなければならない。

条件緩和債権は、条件緩和時点で貸倒懸念債権および正常貸出金に分類される債権で構成される。
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条件緩和債権には、支払不能の問題または財政困難を示していない取引先と通常の取引ベースで条件が再

交渉された債権は含まれない。再交渉が行われた債権の未収利息は、認識が中止される。繰延報酬および繰

延手数料ならびに繰延取引費用は、新たな貸出金が発生したとみなされる場合、再交渉日現在の損益計算書

に認識される。

相手方の将来キャッシュ・フローの支払が減額された場合または貸出条件緩和の一環として返済期限が延

期された場合、ディスカウントが認識される。このディスカウントは、当初の実効金利で割り引かれた

キャッシュ・フローの将来の減少に相当する。これは以下の差額と同額である。

・債権の額面金額

・（融資コミットメントの実行日に規定された）当初の実効金利で割り引かれた、条件緩和債権からの理論

上の将来キャッシュ・フローの合計額

債権の条件緩和時に認識されたディスカウントは、資産からの控除として計上され、「リスク費用」に計

上される。

債務者の財政状態を理由に条件が緩和された債権は、バーゼル規則に基づいて評価され、見積信用リスク

に基づいて減損処理される。

条件緩和が行われた後、エクスポージャーは、条件緩和時点で正常であった場合には最低2年間、条件緩和

時点で債務不履行であった場合には最低3年間の観察期間中、「条件緩和」として分類され続ける。当該期間

は、特定の事象が発生した場合（たとえば、さらなる事象が発生した場合）に延長される。

 

2.2　証券ポートフォリオ

 

利付証券に係る信用リスクおよび減損の認識に関する規則は、利付証券に係る信用リスクおよび減損の決

定に関するANC規則第2014-07号の第2311-1条から第2391-1条および第2211-1条から第2251-13条によって定め

られている。

これらの有価証券は、財務書類において資産クラス別に、政府短期証券（短期国債および類似証券）、債

券およびその他の利付証券（譲渡性債務証券および銀行間短期金融商品）ならびに株式およびその他の持分

証券として表示される。

これらの有価証券は、事業体の運用目的および商品が申し込まれた時点の当該商品の特性に応じて、規則

により定義されたポートフォリオ（売買目的、長期投資、短期投資、中期ポートフォリオ、固定資産、その

他の長期株式投資、株式投資、子会社および関連会社に対する投資）に分類される。

 

売買目的有価証券

売買目的有価証券は、当初以下のとおりであった有価証券である。

・近い将来において売却する意図で購入した、もしくは近い将来において買い戻す意図で売却した有価証券

・マーケット・メイキング業務の結果として金融機関が保有している有価証券。これらの有価証券の売買目

的有価証券としての分類は、市場機会を考慮した有価証券の有効な出来高および重要な取引量によって決

まる。

これらの有価証券は、活発な市場で取引可能であり、入手可能な市場価額は市場において独立した第三者

間で定期的に行われる実際の取引を表す必要がある。

また、売買目的有価証券は以下を含んでいる。

・売買目的ポートフォリオの専門家による運用の一部として購入または売却された有価証券（集合的に管理

され短期的な利益獲得の意図がある先渡金融商品、有価証券またはその他の金融商品を含む。）

・整備された金融商品の取引所または類似の市場における裁定取引の一部として売却するコミットメントが

存在する有価証券
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・貸借取引／借入れの一環としての借入有価証券で、売買目的有価証券に分類され、貸借対照表上の負債の

部に計上される借入有価証券に相当する債務により相殺されるもの（場合により、借入有価証券で、貸借

取引の貸付有価証券として用いられ、「貸付売買目的有価証券」に分類変更されたものを含む。）

ANC規則第2014-07号に規定されている場合を除き、売買目的有価証券は他の会計区分に分類変更できず、

これらは、売却、全額返済または直接償却され貸借対照表から除外されるまで売買目的有価証券として表示

および測定され続ける。

売買目的有価証券は、購入日に購入価格（取引費用を除き、経過利息を含む。）で認識される。

空売りにより売却された有価証券に関連する負債は、金融機関の貸借対照表の負債の部に売却価格（取引

費用を除く。）で認識される。

有価証券は各報告日に直近の市場価額で測定される。価格変動により生じた差異の合計額は、損益計算書

の「トレーディング勘定に係る純利益／（損失）」に計上される。

 

投資有価証券

この区分は、他のどの区分にも該当しない有価証券からなる。有価証券は購入価格（取引費用を含む。）

で計上される。

 

債券およびその他の利付証券

これらの有価証券は、取得価格（その時点の経過利息を含む。）で認識される。取得価格と償還価額の差

額は、償却原価法に従って当該有価証券の残存期間にわたり配分される。

収益は損益計算書の「債券およびその他の利付証券に係る受取利息および類似収益」に計上される。

 

株式およびその他の持分証券

株式は貸借対照表に購入価格（取得費用を含む。）で認識される。株式に付随する配当金からの収益は、

「持分証券からの収益」に収益として計上される。

投資信託からの収益は、受領した時点で、同じ勘定科目に認識される。

各報告日において、短期投資有価証券は取得原価と市場価額のいずれか低い方の金額で測定される。保有

証券または同質の一組の有価証券の現在価値（たとえば、報告日における市場価額から算定される。）が帳

簿価額より低い場合、未実現損失については、その他の有価証券の区分において認識された利益と相殺せず

に、減損損失が計上される。先渡金融商品の購入または売却の形態による、ANC規則第2014-07号の意味する

ところのヘッジからの利益は、減損損失の算定の際に考慮される。潜在的利益は計上されない。

また、利付証券について、カウンターパーティー・リスクを考慮する意図で、「リスク費用」において認

識される減損は、以下のように計上される。

・上場有価証券の場合、減損は市場価額に基づき、この市場価額は本質的に信用リスクを反映している。し

かし、クレディ・アグリコル・エス・エーが、発行体の財政状態に関して市場価額に反映されていない特

定の情報を有している場合、特定の減損損失が計上される。

・非上場有価証券の場合、減損は、識別された発生可能性が高い損失に基づき顧客に対する貸出金および債

権と同様に計上される（注記2.1「貸出金および融資コミットメント－貸倒懸念債権に係る信用リスクに起

因する減損」を参照。）。

有価証券の売却は先入先出法で行われたものとみなされる。

短期投資有価証券に係る減損および戻入ならびに売却損益は、損益計算書の「短期投資ポートフォリオお

よび類似項目に係る純利益／（損失）」に計上される。

 

長期投資有価証券

長期投資有価証券は、満期まで保有する明確な意図で取得またはこの区分に振り替えられた、満期日が固

定された利付証券である。
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この区分には、クレディ・アグリコル・エス・エーが満期日まで保有し続けるために必要な財務能力を有

しており、かつ、満期日まで保有する意図を阻害する可能性のある法的またはその他の制約の対象となって

いない有価証券のみが含まれている。

長期投資有価証券は、購入価格（取得費用および経過利息を含む。）で認識される。

購入価格と償還価格の差額は、当該有価証券の残存期間にわたり配分される。

市場価額が取得原価を下回った場合でも、長期投資有価証券について減損は計上されない。一方で、有価

証券の発行体の固有のリスクにより減損が生じた場合、「リスク費用」に減損が計上される。

相当な金額の長期投資有価証券が売却または他の区分に分類変更された場合、当該金融機関は、ANC規則第

2014-07号に従って、当該事業年度およびその後2事業年度の間は、以前に購入した有価証券または今後購入

する有価証券を長期投資有価証券として分類することが認められなくなる。

 

中期ポートフォリオ有価証券

ANC規則第2014-07号に従って、これらの有価証券は、「中期的に利益を確保することを唯一の目的とし、

発行体の事業に対して長期的に投資する意図や経営管理に積極的に関与する意図がない、通常の投資」から

なる。

売買が構造化された枠組みの中で大規模かつ継続的に行われ、主に売却益の形で当該金融機関に継続的な

収益をもたらす場合にのみ、有価証券をこの区分に含めることができる。

クレディ・アグリコル・エス・エーは当該条件を満たしており、その保有有価証券のうちいくつかについ

ては、この区分に分類可能である。中期ポートフォリオ有価証券は、購入価格（取引費用を含む。）で計上

される。

報告期間末において、これらの有価証券は、取得原価または使用価値のいずれか低い方の金額で認識され

る。使用価値は発行体の全般的な見通しおよび見積残存期間に基づき決定される。

上場会社に関しては、使用価値は通常、市場価額の著しい変動の影響を軽減するため、当該有価証券の見

積保有期間に応じて十分な長さの期間にわたる平均市場価額である。

減損損失は、各保有証券に関して算定される未実現損失について計上され、いかなる未実現利益とも相殺

されない。未実現損失は、これらの証券に係る減損損失および戻入と共に、「短期投資ポートフォリオおよ

び類似項目に係る純利益／（損失）」に計上される。

未実現利益は認識されない。

 

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資

・子会社および関連会社に対する投資は、独占的支配下にあり、連結単位に全部連結されるか、またはその

可能性が高い会社に対する投資である。

・株式投資は、とりわけ発行体に対して影響力を及ぼすまたは支配力を有することを可能とするために、そ

の長期的な所有が当該金融機関にとって有益であると判断される投資（子会社および関連会社に対する投

資を除く。）である。

・その他の長期株式投資は、発行体との特別な関係を築くことにより長期の事業関係を促進する意図で保有

するが、保有する議決権の割合が小さいことから発行体の経営に影響を与えない有価証券からなる。

これらの有価証券は、購入価格（取引費用を含む。）で認識される。

これらの有価証券の価値は報告日に使用価値に基づき個別に測定され、貸借対照表に取得原価または使用

価値のいずれか低い方の金額で計上される。

使用価値とは、その保有する理由を考慮して、当該機関がこれらを取得するために支払うと考えられる金

額である。

使用価値は、発行体の収益性および業績見通し、株主持分、経済状況もしくは最近の月間平均株式市場価

額または有価証券の評価計算による価値などの様々な要因に基づき見積ることができる。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1167/1736



有価証券の使用価値が取得原価より低い場合、これらの未実現損失について減損損失が計上されるが、い

かなる未実現利益に対しても相殺はなされない。

これらの有価証券に係る減損および戻入ならびに売却損益は「固定資産に係る純利益／（損失）」に計上

される。

 

市場価額

様々な区分の有価証券について測定される市場価額は以下のように決定される。

・活発な市場で取引される有価証券は直近の価格で測定される。

・有価証券が取引される市場が活発でないもしくは活発でなくなったとみなされた場合、または有価証券が

非上場の場合、クレディ・アグリコル・エス・エーは、評価手法を用いて関連する有価証券が取引される

であろう価値を決定する。まず第一に、これらの手法は通常の競争環境下において行われた最近の取引を

考慮する。必要な場合には、クレディ・アグリコル・エス・エーは、評価技法が実際の市場取引において

得られる価格の信頼できる見積りを提供すると実証される場合に、これらの有価証券の価格を決定するた

めに市場参加者により一般に使用されている評価手法を用いる。

 

計上日

クレディ・アグリコル・エス・エーは、長期投資有価証券に分類される有価証券を受渡日に計上する。そ

の他の有価証券は、種類または分類にかかわらず約定日に認識される。

 

売戻し条件付買入有価証券または買戻し条件付売却有価証券

買戻し条件付売却有価証券は、引き続き貸借対照表に計上される。受取金額は買手への債務を表わし、負

債として計上される。

売戻し条件付買入有価証券は、貸借対照表に計上されないが、支払金額は売手に対する債権を表わし、貸

借対照表上に資産として計上される。

買戻し条件付売却有価証券は、当初のポートフォリオに適用される会計処理に従う。

 

有価証券の分類変更

ANC規則第2014-07号に従って、以下の有価証券の分類変更が認められている。

・例外的な市況または利付証券が活発な市場で売買できなくなり、かつ機関が予見可能な将来または満期ま

で保有する意図および能力を有する場合は、「売買目的ポートフォリオ」から「長期投資ポートフォリ

オ」または「短期投資ポートフォリオ」への分類変更が可能である。

・例外的な市況、または利付証券が活発な市場で売買できなくなった場合は、「短期投資ポートフォリオ」

から「長期投資ポートフォリオ」への分類変更が可能である。

2023年度において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、ANC規則第2014-07号に基づく有価証券の分類

変更は行わなかった。

 

自己株式の買戻し

ストック・オプション制度をヘッジするために保有する株式およびストック・オプションを含む、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが買い戻した自己株式は、貸借対照表上の個別の勘定科目において資産とし

て認識される。

自己株式に係る減損は、現在価値が購入価格よりも低い場合に、必要に応じて計上される。ただし、従業

員に対する自己株式の無償割当制度ならびにANC規則第2014-03号（一般会計原則）に基づくストック・オプ

ションおよび新株予約権の制度に関連した取引については除く。
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2.3　有形固定資産および無形資産

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、資産の減価償却、償却および減損に関連してANC規則第2014-03号

を適用している。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、すべての有形固定資産に構成要素別の会計処理を適用している。

その規定に従って、減価償却可能額には、固定資産の潜在的な残存価額が考慮される。

固定資産の取得原価は、購入価格に加えて付随費用（すなわち、資産が使用に供されるかまたは利用可能

になるまでに直接または間接的に発生する費用）から成っている。

土地は、取得原価で計上される。

不動産および設備は、取得原価から、その使用開始時以降の減価償却累計額および減損損失累計額を控除

した額で測定される。

購入したソフトウェアは、取得原価から、取得以降の償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測

定される。

自社開発のソフトウェアは、原価から、完成以降の償却累計額および減損損失累計額を控除した額で測定

される。

ソフトウェア、特許およびライセンスを除き、無形資産は償却されない。無形資産は、減損の対象となる

ことがある。

技術的合併差損は、貸借対照表上「その他の有形固定資産、無形資産および金融資産等」の分類される資

産項目に認識される。かかる損失は、原資産と同じ方法で償却、減損および直接償却が行われる。

固定資産はその見積耐用年数にわたり減価償却される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、固定資産に関する構成要素別の会計処理の適用に伴い、以下の構

成要素および減価償却期間を採用している。当該減価償却期間は資産の種類およびその所在地により調整す

る必要がある。

 

構成要素 減価償却期間

土地 減価償却されない

構築物 30年から80年

非構築物  8年から40年

工場設備  5年から25年

器具備品  5年から15年

コンピューター機器  4年から 7年（定率法または定額法）

専門機器  4年から 5年（定率法または定額法）

 

最後に、入手可能な情報に基づき、クレディ・アグリコル・エス・エーは、減損テストによる現行の償却

可能価額の変更はないと結論付けた。

 

2.4　顧客および金融機関に対する債務

 

金融機関、クレディ・アグリコルの事業体および顧客に対する債務は、残存期間または内容に従って財務

書類に表示される。

・金融機関から受け入れる要求払預金または定期預金

・クレディ・アグリコル内部取引に関する当座勘定、定期預金および借入金

・顧客（特に金融機関顧客を含む。）から受け入れる特別貯蓄預金および顧客に対するその他の債務

特別貯蓄預金は、（預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄について）貯蓄資金に係る債権の相殺後

で表示される。

買戻し条件付契約（証書または有価証券で表わされる）は、契約相手先の種類によりこれらの様々な区分

に含まれる。
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これらの預金に係る経過利息は、未払利息として認識され、純損益に計上される。

 

2.5　債務証券

 

債務証券は、負債の「劣後債務」に分類される劣後債務証券を除き、その形態に応じて利付短期証券、銀

行間短期金融商品、譲渡性債務証券、債券およびその他の債務証券に表示される。

経過利息は、未払利息として認識され、純損益に計上される。

債券に係る発行プレミアムまたは償還プレミアムは、各債券の残存期間にわたり償却される。これに対応

する費用は「債券およびその他の利付証券に係る支払利息および類似費用」に計上される。

債務証券に係る償還プレミアムおよび発行プレミアムは、償却原価法を用いて償却される。

また、クレディ・アグリコル・エス・エーは、親会社財務書類において借入費用を償却している。

地域銀行に支払われる金融サービスに係る報酬および手数料は、「支払報酬および手数料」に費用として

認識される。

 

2.6　引当金

 

クレディ・アグリコル・エス・エーは、ANC規則第2014-03号を、引当金の認識および測定に適用してい

る。

引当金には、融資コミットメント、退職給付、早期退職給付、訴訟および様々なリスクに関連する引当金

が含まれている。

引当金には、カントリー・リスクも含まれる。これらのリスクはすべて四半期ごとに見直される。

カントリー・リスクに対する引当金は、取引の種類、コミットメントの期間、形態（債権、有価証券、市

場商品）および国の水準を分析して設定される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、外貨を購入することにより外貨建て債権に対する引当金を一部

ヘッジし、為替変動による引当金への影響を限定している。

住宅購入貯蓄制度の不均衡リスクに対する引当金は、住宅購入貯蓄制度に不利な変動が生じた際に債務を

カバーするためのものである。かかる債務とは、(ⅰ)貯蓄契約について未確定の期間にわたりその開始時に

設定した固定金利を支払う義務、および(ⅱ)住宅購入貯蓄制度および住宅購入貯蓄口座の加入者に対して当

該契約の開始時に設定した金利で貸出金を供与する義務である。引当金は、各世代の住宅購入貯蓄制度およ

びすべての住宅購入貯蓄勘定について計算され、各世代間の債務の相殺は行われない。これらの債務額は、

特に以下のものを考慮して計算される。

・加入者の行動、および将来供与される貸出金の金額および期間の見積り。これらの見積りは、長期にわた

る実績に基づいている。

・市場金利のイールド・カーブおよび合理的に予測可能な動向

この引当金は、ANC規則第2014-07号の第Ⅱ編「特定取引」第6部「規制対象の貯蓄」に従って計算されてい

る。

 

2.7　一般銀行業務リスク引当金（FRBG）

 

一般銀行業務リスク引当金は、発生が不確実な銀行業務に関連する費用またはリスクに対応するため、ク

レディ・アグリコル・エス・エーがその執行役員の裁量によって設定する。

引当金は、期中において、これらのリスクが発生した際に取り崩される。

2023年12月31日現在、一般銀行業務リスク引当金（FRBG）は、1,435百万ユーロとなり、クレディ・アグリ

コル・エス・エーが中央機関としての役割を果たすことができるようにするための、流動性リスクおよびソ

ルベンシー・リスク管理基金（FRBLS）に対応している。

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1170/1736



 

2.8　先渡金融商品およびオプションに係る取引

 

先渡の金利、通貨または資本性金融商品に係るヘッジ取引および市場取引は、ANC規則第2014-07号の規定

に従って計上される。

これらの取引に関連するコミットメントは、契約の額面金額がオフバランスで計上される。この金額は未

決済取引の規模を表している。

これらの取引に関する利益または損失は、商品の種類および戦略に基づき計上される。

 

ヘッジ取引

ヘッジ取引に係る実現利益または損失（ANC規則第2014-07号の第2522-1条の区分「b」）は、ヘッジ対象に

係る収益および費用の認識と対称的に、同じ勘定科目で損益計算書に計上される。

クレディ・アグリコル・エス・エーの金利リスク全般のヘッジおよび管理に使用される先渡金融商品に係

る収益および費用（ANC規則第2014-07号の第2522-1条の区分「c」）は、「受取（支払）利息および類似収益

（費用）－マクロ・ヘッジ取引に係る純利益（損失）」に期間に応じた比例配分で計上される。未実現利益

および損失は計上されない。

 

市場取引

市場取引には、以下のものが含まれる。

・個別単独で保有する未決済ポジション（ANC規則第2014-07号の第2522-1条の区分「a」）

・売買目的ポートフォリオの専門家による運用（ANC規則第2014-07号の第2522条の区分「d」）

これらは、報告期間末現在の市場価額を参照して測定される。

活発な市場が存在する場合、金融商品は、入手可能な市場価額で計上される。活発な市場が存在しない場

合、公正価値は、内部評価手法およびモデルを用いて決定される。

 

金融商品

・整備されたまたは類似の取引所で取引されている個別単独で保有する未決済ポジションについては、実現

損益および未実現損益がすべて認識される。

・店頭取引されている個別単独で保有する未決済ポジションについては、損益は、期間に応じた比例配分で

純損益に計上される。また、未実現損失のみが、引当金を通じて認識される。実現損益は、取引決済時に

純損益に計上される。

・売買目的ポートフォリオの一部については、実現損益および未実現損益がすべて認識される。

 

デリバティブ商品に係るカウンターパーティー・リスク

ANC規則第2014-07号に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、そのデリバティブ資産の市場価額に

ついて、カウンターパーティー・リスクを反映するために信用評価調整を行っている。このため、個別単独

で保有する未決済ポジションおよび売買目的ポートフォリオの一部として認識されるデリバティブ（上記規

則第2522-1条の区分「a」および「d」にそれぞれ分類されるデリバティブ）のみが、アクティブ・デリバ

ティブに係るカウンターパーティー・リスクの計算の対象となる（CVA－信用評価調整）。

CVAにより、クレディ・アグリコル・エス・エーのカウンターパーティーから生じる予想損失を計算するこ

とが可能となる。

CVAは、デフォルト率およびデフォルト時損失率を考慮に入れた見積予想損失に基づいて計算される。使用

される手法は、観察可能なインプットデータを最大限利用する。

当該手法は、

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1171/1736



・主に、登録および上場されているCDS（クレジット・デフォルト・スワップ）（もしくは単一銘柄CDS）、

またはインデックス・ベースのCDS等の市場パラメータに基づいている。

・カウンターパーティーの登録されているCDSがない場合には、同一セクターで事業活動を行い、同一地域に

所在する同格付のカウンターパーティーの単一銘柄CDSのバスケットをベースとする概算に基づいている。

特定の状況においては、過去の債務不履行データを用いることもできる。

 

2.9　外国為替取引

 

各報告日において、外貨建て債権債務およびオフバランスシート・コミットメントに含まれる為替契約

は、当該報告日の外国為替レートで換算される。

受取収益および支払費用は、取引日の為替レートで計上される。未収収益および未払費用は、決算日の為

替レートで換算される。

ユーロで資金調達した外貨建ての支店への分配金、固定資産、長期投資有価証券、子会社の有価証券およ

び株式投資を含む長期保有の外貨建て資産は、引き続き取得日の為替レート（過去の為替レート）で換算さ

れる。クレディ・アグリコル・エス・エーのフランス国外の株式投資に影響を及ぼす外国為替レートに恒久

的な下落が生じた場合、引当金を計上することがある。

各報告日において、先渡外国為替取引は、当該日の先渡為替レートで測定される。認識された利益または

損失は、損益計算書の「トレーディング勘定に係る純利益／（損失）－外国為替取引および類似金融商品に

係る純利益／（損失）」に計上される。

ANC規則第2014-07号の導入により、クレディ・アグリコル・エス・エーは、多通貨会計を導入し、これに

より外国為替ポジションの監視およびかかるリスクに対するエクスポージャーの測定が可能となった。

 

2.10　フランス国外の支店の連結

 

各支店は、それぞれが所在する国々において施行されている会計規則に従った個別の会計記録を保管して

いる。

各報告日において、各支店の貸借対照表および損益計算書は、フランスの会計規則に準拠するよう調整さ

れ、ユーロに換算され、内部取引の相殺消去後に本店の決算に連結される。

ユーロへの換算のルールは以下のとおりである。

・貸借対照表項目は、決算日の為替レートで換算される。

・受取収益および支払費用は、取引日の為替レートで計上されるが、未収収益および未払費用は、決算日の

為替レートで換算される。

換算差損益は、貸借対照表の｢未払費用および繰延収益｣に計上される。

 

2.11　オフバランスシート・コミットメント

 

オフバランスシート項目は、付与した融資コミットメントおよび保証コミットメントならびに受領した融

資コミットメントおよび保証コミットメントの未実行部分を反映している。

付与したコミットメントが使用され、それがクレディ・アグリコル・エス・エーの損失につながる可能性

が高い場合、当該コミットメントに対して引当金が計上される。

オフバランスシート項目は、先渡金融商品または外国為替取引に関連するコミットメントも含めていな

い。同様に、これらには、担保として差し入れられた政府短期証券、類似有価証券およびその他の有価証券

に関して受領したコミットメントも含まれていない。
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2.12　従業員利益分配制度およびインセンティブ制度

 

従業員利益分配制度は、従業員の権利が確定した事業年度において、損益計算書に認識される。

インセンティブ制度は、2011年6月21日付の契約が適用されている。

従業員利益分配制度およびインセンティブ制度に係る費用は、「従業員費用」に含まれる。

 

2.13　退職後給付

 

退職、早期退職および退職給付金のコミットメント－確定給付制度

クレディ・アグリコル・エス・エーは、退職給付債務および類似の給付債務の測定および認識に関連し

て、ANC勧告第2013-02号を適用していたが、同勧告は廃止され、ANC規則第2014-03号に組み込まれた。

この勧告は、ANCにより2021年11月5日に修正された。これに基づき、確定給付制度における給付が勤続期

間（勤務期間の上限で最大額がある。）および従業員が退職年齢に達した時点で企業に雇用されていること

の両方を条件としている場合、受給権は、次のいずれかの日付に基づいて定額法で配分することができる。

・従業員の雇用の開始日

・受給権の確定の決定に各年度の勤務期間が用いられる日

この規則に従い、クレディ・アグリコル・エス・エーは、確定給付制度の区分に該当する退職給付債務お

よび類似給付債務を賄うために引当金を設定している。

これらのコミットメントは、一連の数理計算上、財務上および人口統計上の仮定に基づいて、予測単位積

増方式により計上される。その費用は、割引後の将来給付に基づいて計算される。

2021事業年度からは、クレディ・アグリコル・エス・エーは、受給権の確定に、各年度の勤務期間が適用

される日から定額法で給付を帰属させる決定方法を適用した（すなわちIAS第19号に関する2021年4月のIFRS

解釈指針委員会の決定に近づけている。）。

2023事業年度においては、クレディ・アグリコル・エス・エーは、従業員の業務開始日から定額法に基づ

き受給権の配分を決定する過去の手法を維持している。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、第2の方法を選択した。これは、特に、確定給付制度の縮小または

清算が生じた場合に、確定給付制度の変更により生じる利益または損失の認識を認めている。

また、この規則は、「コリドー（回廊）法」を用いて、またより早期に純損益に認識する結果となるその

他の方法を用いて数理計算上の差損益を認識することを認めている。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、数理計算上の差損益を直ちに純損益に認識することを選択したた

め、引当金の金額は以下と等しくなる。

・規則が推奨する数理計算方法に従って計算した、報告期間末現在の確定給付債務の現在価値

・（該当する場合）上記から制度資産の公正価値を控除する。その代表的なものとして適格な保険契約が挙

げられる。このような保険契約により債務がすべて賄われている場合には、保険契約の公正価値が、対応

する債務の価値（すなわち、対応する数理計算上の負債額）であるとみなされる。

 

年金制度－確定拠出制度

「雇用主」は、様々な強制加入年金制度に拠出している。制度資産は独立した組織によって管理され、基

金が当事業年度および過去の年度において提供された従業員の勤務に対応する従業員給付のすべてを賄うた

めの十分な資産を保有していない場合でも、拠出する企業には追加拠出を行う法的または推定的義務がな

い。

したがって、クレディ・アグリコル・エス・エーには、これに関連して、前事業年度に関して支払うべき

拠出金以外に負債はない。

これらの年金制度の条件に基づく拠出金額は「従業員費用」に表示される。
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2.14　ストック・オプションおよび従業員貯蓄制度に基づき従業員に提供される新株予約権

 

ストック・オプション制度

特定の区分の従業員に対して付与されるストック・オプション制度は、行使された時点で計上される。か

かる行使によって、増資に関する要件に従って計上される株式発行、または「自己株式の買戻し」に記載の

条件に従って過去にクレディ・アグリコル・エス・エーが買い戻して認識されている自己株式の従業員への

交付が発生する。

 

従業員貯蓄制度に基づく新株予約権

従業員貯蓄制度に基づき従業員に提供される新株予約権は、最高で30％割り引いた価格で提供され、権利

確定期間は定められていないが、5年間は権利行使ができないロックアップ期間が設けられている。かかる新

株予約権は、増資に関する要件に従って認識される。

 

2.15　特別損益

 

この項目は、その性質が臨時的で、クレディ・アグリコル・エス・エーの経常的な業務の一部を形成しな

い取引に関連する収益および費用からなる。

 

2.16　法人所得税

 

通常は、当期税金負債のみが親会社財務書類に認識される。

損益計算書に表示される税金費用は、当該事業年度における法人所得税納税額に相当する。これには、利

益に対する社会保険納付金の影響が含まれている。

貸出金および有価証券ポートフォリオからの収益は、税額控除後の金額で認識される。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、1990年度より連結納税制度を整備している。2023年12月31日現

在、1,248の事業体がクレディ・アグリコル・エス・エーと連結納税契約を締結している。この契約に基づ

き、連結納税制度の一部である会社はそれぞれの財務書類に、仮に連結納税制度が適用されていなかった場

合の納税額を認識する。

 

注記3　金融機関に対する貸出金および債権－残存期間別の分析

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計

経過

利息
合計 合計

金融機関         

貸出金および債権：         

－要求払 1,769 - - - 1,769 2 1,771 3,100

－定期
(1) 13,738 21,211 65,409 11,259 111,617 575 112,192 131,023

担保差入有価証券 - - - - - - - -

売戻し条件付買入有価証券 - - - - - - - -

劣後ローン 2,530 875 15,839 4,066 23,310 93 23,403 22,665

合計 18,037 22,086 81,248 15,325 136,696 670 137,366 156,788

減損    - -

正味帳簿価額    137,366 156,788

クレディ・アグリコル内部取

引
        

当座勘定 - - - - - - - 1

定期預金および貸出金 42,760 65,233 208,033 103,015 419,041 1,464 420,505 446,279
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売戻し条件付買入有価証券 - - - - - - - 48

劣後ローン - - 72 220 292 2 294 294

合計 42,760 65,233 208,105 103,235 419,333 1,466 420,799 446,622

減損    - -

正味帳簿価額    420,799 446,622

合計    558,165 603,410

(1) （預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄の）貯蓄ファンドに係る債権は、貸借対照表上、負債の部に表示さ

れている特別貯蓄勘定から控除される（注記27.2「集中貯蓄」を参照）。

 

注記4　顧客に対する貸出金および債権

 

4.1　顧客に対する貸出金および債権－残存期間別の分析

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計

経過

利息
合計 合計

受取債権 - - - - - - - -

顧客に対するその他の貸出金 633 703 1,444 375 3,155 18 3,173 5,278

担保差入有価証券 - - - - - - - -

当座貸越 31 - - - 31 - 31 137

減損    - -

正味帳簿価額    3,204 5,415

 

4.2　顧客に対する貸出金および債権－地域別の分析

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

フランス（海外県・海外領土を含む。） 3,024 3,291

その他のEU諸国 162 2,104

その他の欧州諸国 - -

北米 - 2

中南米 - -

アフリカおよび中東 - -

アジアおよびオセアニア（日本を除く。） - -

日本 - -

未分類および国際機関 - -

元本合計 3,186 5,397

経過利息 18 18

減損 - -

正味帳簿価額 3,204 5,415

 

4.3　顧客に対する貸出金および債権－貸倒懸念債権および減損損失：地域別の分析

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

フランス（海外県・海

外領土を含む。）
3,042 - - - - 3,303 1 1 - -

その他のEU諸国 162 - - - - 2,110 - - - -

その他の欧州諸国 - - - - - - - - - -

北米 - - - - - 2 - - - -

中南米 - - - - - - - - - -

アフリカおよび中東 - - - - - - - - - -
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アジアおよびオセアニ

ア（日本を除く。）
- - - - - - - - - -

日本 - - - - - - - - - -

未分類および国際機関 - - - - - - - - - -

合計 3,204 - - - - 5,415 1 1 - -

 

4.4　顧客に対する貸出金および債権－顧客タイプ別の分析

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

残高

総額

うち、

貸倒懸念

債権

うち、

貸倒債権

貸倒懸念

債権に係

る減損

貸倒債権

に係る

減損

個人顧客 - - - - - - - - - -

農家 - - - - - - - - - -

その他の中小企業 - - - - - - - - - -

金融機関 1,678 - - - - 3,896 - - - -

企業 1,526 - - - - 1,518 1 1 - -

地方自治体 - - - - - 1 - - - -

その他の代理人 - - - - - - - - - -

合計 3,204 - - - - 5,415 1 1 - -

 

注記5　売買目的有価証券、短期投資有価証券、長期投資有価証券および中期ポートフォリオ有価証券

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）

売買目的

有価証券
(1)

短期投資

有価証券

中期ポート

フォリオ

有価証券

長期投資

有価証券
合計 合計

政府短期証券および類似証券： - 2,069 - 12,196 14,265 15,341

－うち、残存プレミアム(純額) - 64 - 862 926 1,060

－うち、残存ディスカウント(純額) - (38) - (72) (110) (71)

経過利息 - 14 - 78 92 102

減損 - (8) - (1) (9) (14)

正味帳簿価額 - 2,075 - 12,273 14,348 15,429

債券およびその他の利付証券
(2)

： - - - - - -

公的機関による発行 - 4,618 - 5,239 9,857 9,351

その他の発行体 - 9,811 - 108,557 118,368 29,754

－うち、残存プレミアム(純額) - 66 - 81 147 217

－うち、残存ディスカウント(純額) - (106) - (66) (172) (114)

経過利息 - 133 - 791 924 127

減損 - (35) - - (35) (22)

正味帳簿価額 - 14,527 - 114,587 129,114 39,210

株式およびその他の持分証券 34 5 - - 39 27

経過利息 - - - - - -

減損 - (2) - - (2) (2)

正味帳簿価額 34 3 - - 37 25

合計 34 16,605 - 126,860 143,499 54,664

見積価額 34 15,901 - 127,984 143,919 53,422

(1) 売買目的の借入有価証券（該当する場合、借入有価証券のうち、貸付有価証券として用いられ「売買目的の貸付有

価証券」に分類変更されたものを含む。）で、貸借対照表上の負債に計上される借入証券の価値に相当する債務か

らの控除として表示されるものを除く（注記27.1「借入証券」を参照）。

(2) うち、劣後債（経過利息を除く。）は2023年12月31日現在、300百万ユーロ（2022年12月31日現在、300百万ユー

ロ）であった。
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ANC規則第2014-07号に規定されている例外に従って満期前に処分された長期投資有価証券は、1,665百万

ユーロであった。これに対応する損益は、マイナス38百万ユーロであった。

見積価額：

2023年12月31日現在、短期投資有価証券ポートフォリオに係る未実現損益の見積価額は、マイナス607百万

ユーロであった。

短期投資有価証券の見積価額は、直近の市場価額に基づいている。

2023年12月31日現在、長期投資有価証券ポートフォリオに係る未実現損益の見積価額は、1,990百万ユーロ

であった。

未実現損益には、長期および短期投資有価証券をヘッジするために使用された金融商品は含まれない。

ヘッジ・デリバティブにより、短期投資有価証券ポートフォリオではプラス552百万ユーロの未実現利益

が、長期投資有価証券ポートフォリオではマイナス1,642百万ユーロの未実現損失が発生している。

貸付有価証券に関連する債権は、政府短期証券について25百万ユーロ、債券およびその他の利付証券につ

いては13,283百万ユーロであった。

 

5.1　売買目的有価証券、短期投資有価証券、長期投資有価証券および中期ポートフォリオ有価証券（政府短

期証券を除く。）：取引相手先の主要区分別の内訳

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

政府および中央銀行（中央政府を含む。） 7,526 6,324

信用機関 111,155 21,178

金融機関 1,617 1,771

地方自治体 2,331 3,027

企業、保険会社およびその他の顧客 5,635 6,832

その他の機関および未分類 - -

元本合計 128,264 39,132

経過利息 924 127

減損 (37) (24)

正味帳簿価額 129,151 39,235

 

5.2　上場および非上場の利付証券および持分証券の内訳

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

債券およ

びその他

の利付

証券

政府短期

証券およ

び類似

証券

株式およ

びその他

の持分

証券

合計

債券およ

びその他

の利付

証券

政府短期

証券およ

び類似

証券

株式およ

びその他

の持分

証券

合計

利付証券および持分証券 128,225 14,265 39 142,529 39,105 15,341 27 54,473

－うち、上場有価証券 121,635 14,265 - 135,900 30,474 15,341 - 45,815

－うち、非上場有価証券
(1) 6,590 - 39 6,629 8,631 - 27 8,658

経過利息 924 92 - 1,016 127 102 - 229

減損 (35) (9) (2) (46) (22) (14) (2) (38)

正味帳簿価額 129,114 14,348 37 143,499 39,210 15,429 25 54,664

(1) すなわちフランスの投資信託のこと。

 

すべての投資信託の種類別の内訳（2023年12月31日現在）は以下のとおりである。

 

（百万ユーロ） 商品評価額 純資産価額

短期金融投資信託 33 33

債券投資信託 - -

株式投資信託 4 3

その他の投資信託 - -
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合計 37 36

 

5.3　政府短期証券、債券およびその他の利付証券：残存期間別の分析

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計
経過利息 合計 合計

債券およびその他の利付証

券
        

総額 422 15,104 41,464 71,235 128,225 924 129,149 39,232

減損 - - - - - - (35) (22)

正味帳簿価額 422 15,104 41,464 71,235 128,225 924 129,114 39,210

政府短期証券および類似証

券
        

総額 - 151 4,959 9,155 14,265 92 14,357 15,443

減損 - - - - - - (9) (14)

正味帳簿価額 - 151 4,959 9,155 14,265 92 14,348 15,429

 

5.4　政府短期証券、債券およびその他の利付証券：地域別の分析

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日 2022年12月31日

残高総額
うち、

貸倒懸念債権
残高総額

うち、

貸倒懸念債権

フランス（海外県・海外領土を含

む。）
118,281 - 30,410 -

その他のEU諸国 14,770 - 15,324 -

その他の欧州諸国 1,385 - 1,668 -

北米 5,025 - 4,590 -

中南米 - - - -

アフリカおよび中東 360 - 360 -

アジアおよびオセアニア（日本を

除く。）
734 - 636 -

日本 1,935 - 1,458 -

元本合計 142,490 - 54,446 -

経過利息 1,016 - 229 -

減損 (44) - (36) -

正味帳簿価額 143,462 - 54,639 -

 

注記6　株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資

 

 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2023年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2023年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2023年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終

了事業年

度の税抜

の収益

(2)

2023年12

月31日終

了事業年

度の損益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

帳簿価額がクレディ・アグリコル・エス・エーの資本金の1％超である投資

1) 銀行業務を行う子会社および関連会社に対する投資（50％超を所有）
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 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2023年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2023年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2023年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終

了事業年

度の税抜

の収益

(2)

2023年12

月31日終

了事業年

度の損益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

BFORBANK

トゥール・

ユーロプラ

ザ、アンド

レ・プロタン

通り20番地、

92927 、 パ

リ、セデック

ス

ユーロ 295 (55)
(1) 50 220 200 380 - 28 (77) -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・イタリ

ア

ユニバーシタ

通 り 1 、

43121、パル

マ、イタリア

ユーロ 1,102 6,026
(1) 78 5,962 4,876 2,104 455 2,537 552

(1) 234

クレディ・

ア グ リ コ

ル・エジプ

トSAE

私書箱364、

11835 、

ニューカイ

ロ、エジプト

エ ジ プ

ト ・ ポ

ンド

5,000 2,505
(1) 65 280 190 29 - 153 74 -

EFLエス・

エー

1 　オ ラ ッ

ト・ウオス

キッチ広場、

53 605、ヴロ

ツワフ、ポー

ランド

ポ ー ラ

ン ド ・

ズロチ

674 339
(1) 100 345 277 1,324 779 91 42

(1) 21

クレディ・

ア グ リ コ

ル・ウクラ

イナ

42/4 プシュ

キンスカ通

り、キーウ、

01004、ウク

ライナ

ウ ク ラ

イ ナ ・

フ リ ヴ

ニャ

1,222 4,828
(1) 100 360 - 18 3 144 1

(1) -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・ポルス

カ・エス・

エー

1 　オ ラ ッ

ト・ウオス

キッチ広場、

53 605、ヴラ

ツワフ、ポー

ランド

ポ ー ラ

ン ド ・

ズロチ

1 1,810
(1) 100 781 739 - - 1 1

(1) -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・コーポ

レート・ア

ンド・イン

ベストメン

ト・バンク

12 合衆国広

場 、 CS

70052、92547

モ ン ル ー

ジュ、セデッ

クス

ユーロ 7,852 7,385
(1) 97 19,052 19,052 48,044 2 5,092 1,576

(1) 334

アムンディ

91-93 パ ス

トゥール大通

り - イマー

ブル・コタン

タ ン 、

75015、パリ

ユーロ 510 4,119
(1) 68 4,231 4,231 1,865 7,228 968 930

(1) 564

クレディ・

ア グ リ コ

ル・リーシ

ング・アン

ド・ファク

タリング

12 合衆国広

場 、 CS

30002、92548

モ ン ル ー

ジュ、セデッ

クス

ユーロ 195 331
(1) 100 839 839 25,919 8,800 281 161

(1) -

クレディ・

ア グ リ コ

ル ・ コ ン

シ ュ ー

マー・フィ

ナンス

1 ヴィクト

ル・バッシュ

通 り 、 CS

7000191068、

マシー、セ

デックス

ユーロ 554 3,575
(1) 100 7,608 7,608 24,371 732 1,361 768

(1) 249

LCL

18 レピュブ

リック通り、

69002、リヨ

ン

ユーロ 2,038 4,011
(1) 96 11,847 10,507 29,310 89 3,621 798

(1) 785

クレディ・

ア グ リ コ

ル ・ ホ ー

ム・ローン

SFH

12 合衆国広

場、92127 モ

ンルージュ、

セデックス

ユーロ 550 3
(1) 100 550 550 - - 6 2 1
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 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2023年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2023年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2023年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終

了事業年

度の税抜

の収益

(2)

2023年12

月31日終

了事業年

度の損益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

フォンカリ

ス

12 合衆国広

場、92127 モ

ンルージュ、

セデックス

ユーロ 225 102
(1) 100 320 320 - 260 31 16 -

コルシカ地

域銀行

1 ナポレオ

ン3世通り、

BP 308 、

20193 アジャ

クシオ

ユーロ 99 58 100 99 99 1,808 1 84 13 -

2) 銀行業務を行う関連会社に対する投資（10％から50％を所有）

バンコ・エ

スピリト・

サント

アベニダ・

デ・リベルタ

デ 195 、

1250、リスボ

ン、ポルトガ

ル

ユーロ - - 12 684 - - - - - -

クレディ・

デ ュ ・ マ

ロック

48-58 ム

ハンマド5

世大通

り、カサ

ブラン

カ、モロ

ッコ

モ ロ ッ

コ ・

デ ィ ル

ハム

1,088 4,102
(1) 15 81 81 13 - 220 38

(1) 3

クレディ・

ロジュモン

50 セバスト

ポル大通り、

75003、パリ

ユーロ 1,260 213
(1) 16 208 208 - - 216 120 18

ケ ス ・

ド ゥ ・ ル

フィナンス

モ ン ・

ドゥ・ラビ

タ

35 ラ・ボエ

スィ通り、

75008、パリ

ユーロ 578 24
(1) 34 202 202 - - 4 1 -

3) その他の子会社および関連会社に対する投資（50％超を所有）

クレディ・

ア グ リ コ

ル・アシュ

ランス

50-56 プ ロ

セシオン通

り、75015、

パリ

ユーロ 1,490 5,014 100 10,516 10,516 1,407 - 3,732 3,525
(1) 1,334

クレディ・

ア グ リ コ

ル・キャピ

タル・アン

ヴェスティ

ス モ ン ・

エ・フィナ

ンス

100 モ ン パ

ルナス大通

り、75014、

パリ

ユーロ 688 366 100 1,146 1,146 - - 95 101
(1) -

クレディ・

ア グ リ コ

ル・イモビ

リエ

12 合衆国広

場、92545 モ

ンルージュ、

セデックス

ユーロ 183 145 50 146 146 232 - 34 (3)
(1) 4

デルフィナ

ンス

12 合衆国広

場、92127 モ

ンルージュ、

セデックス

ユーロ 151 38 100 171 171 - - 1 (88)
(1) -

エ バ ー グ

リーン・モ

ンルージュ

12 合衆国広

場、92127 モ

ンルージュ、

セデックス

ユーロ 475 (212) 100 475 475 - 1 74 5
(1)

 -

CACEIS

1-3 ヴ ァ ル

ベール広場、

75013、パリ

ユーロ 941 1,401 70 1,771 1,771 3,865 2,852 155 159
(1) -

4) その他の投資（50％未満を所有）

預金・破綻

処理保証基

金

65 ヴィクト

ワール通り、

75009、パリ

ユーロ - 2 - 437 437 - - - - -

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1180/1736



 (単位：百万原通貨)
(単位：百万ユーロ相当

額)
(単位：百万ユーロ相当額)

   財務情報        

会社名 住所
外国通

貨

資本金

2023年

12月31日

資本金以

外の株主

持分

2023年

12月31日

所有資本

割合

（％）

2023年

12月31日

 

所有する有価証券の

帳簿価額

 

当行により

実施され未

返済の貸出

金および債

権

当行により

付与された

保証および

裏書

直近の終

了事業年

度の税抜

の収益

(2)

2023年12

月31日終

了事業年

度の損益

当事業年

度におけ

る当行の

受取配当

金総額 正味額

帳簿価額がクレディ・ア

グリコル・エス・エーの

資本金の1％未満である投

資

ユーロ    802 728     31

子会社および株式投資合

計
    69,133 65,369 140,689 21,202 - - 3,578

出資性貸付金および経過

利息
ユーロ    1,079 1,079 - - - - -

帳簿価額     70,212 66,448 140,689 21,202 - - 3,578

(1) 2022年度の数値。

(2) 地域銀行以外の子会社の収益である。

 

6.1　株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資の使用価値の決定

 

株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資は、使用価値の評価に基づき、減損テストの対象と

なった。使用価値は、経営上作成された3年間（2024年度から2026年度）にわたる株式投資ならびに子会社お

よび関連会社に対する投資からの見積将来キャッシュ・フローに、標準的な最終年度の数値に収斂させるた

めに4年目および5年目も推定したものを割り引いて決定されている。

予測される財政軌道の基礎となる経済シナリオは、ウクライナにおける戦争、インフレの鈍化および長期

的な著しい金利上昇の持続的な影響を組み入れている。しかしながら、この環境に対する各国経済の回復力

の程度は、その経済構造および予算・金融面での余力により異なる。

世界の成長は2023年度に大幅に減速し、2024年度も潜在成長率を下回ると予測される。ユーロ圏とは異な

り、2023年度における米国の成長は、年初の力強い成長、底堅い内需（堅調な個人消費）および活発な労働

市場に牽引されて、加速した。金融政策の縮小効果は経済活動に遅れて影響を及ぼし、経済成長にさらなる

影響を及ぼすことから、2024年度には成長が急激に減速すると予測される。

ユーロ圏では、インフレショックが消費に重くのしかかり、金利上昇が（特に建設における）投資を妨げ

た。輸出は、中国の成長の減速および域内需要の低迷に苦しんだ。成長を支えるための予算措置は縮小さ

れ、現在では完全に廃止される方向に進んでいる。しかしながら、ユーロ圏は、ソフトランディングとな

り、成長率は大幅に低下したものの、景気後退には至らなかった。

ユーロ圏の成長率は、2023年度の0.5％と比較して2024年度には0.7％と「わずかに」上昇し、2025年度に

も緩やかに上昇すると予測される。成長は引き続き潜在成長率を下回ることになるが、これは、ウクライナ

での戦争による競争激化が持続すると予測されるためである。これらの予測は、（ⅰ）インフレ圧力が2024

年度には非常に緩やかに緩和されるが、インフレ率は目標の2％を上回ること、（ⅱ）とりわけ価格と賃金の

好循環がないため、消費の回復は限定的であること、（ⅲ）中東での紛争が急速に激化しなければ、供給お

よび世界的な調達チェーンへの影響は限定的であるが、輸送コスト上昇の現実的なリスクがあることに基づ

いている。

金融政策の観点では、依然としてインフレ対策が優先される。経済が減速しても、特にコア・インフレが

計画よりも回復力があると判明する可能性があるため、中央銀行は警戒感を急速に低下させるリスクは取ら

ないと予想される。米国では、2022年度に積極的な利上げ（425ベーシス・ポイント）および2023年度により

緩やかな利上げ（100ベーシス・ポイント）を行い、目標範囲を5.25％-5.50％とした後、米国連邦準備制度

は、金融引締めのサイクルを終えたとみられるが、金融緩和に移行する前に、引き続きインフレ動向に警戒

感を示している。
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ユーロ圏では、ECBもまた金融引締めに力を入れ、2022年夏以降に金利を450ベーシス・ポイント引き上

げ、極めて緩和的な水準から制限的な水準へと移行している。ECBは利上げのサイクルを終えたとみられ、当

年度第3四半期に25ベーシス・ポイントの初回の利下げ、その後それぞれ50ベーシス・ポイントの3回の利下

げが予想されている。したがって、借換え金利は2024年度末で3.75％、2025年度末で2.75％となるはずであ

る。これと並行して、長期金利のより緩やかな引下げが始まり、経済活動はある程度緩やかに回復すること

が予想される。

 

2023年12月31日現在におけるリスク加重資産に対する持続成長率、割引率およびCET1資本配分率の事業部

門別の分布は下表のとおりである。

 

2023年度  

（クレディ・アグリコル・エス・エーの事業部

門）
持続成長率 割引率 資本配分率

フランス国内リテール・バンキング－LCL 2.0％ 7.9％ 10.67％

国際リテール・バンキング－イタリア 2.0％ 9.4％ 9.48％

国際リテール・バンキング－その他 5.0％ 18.86％ 12.50％

専門金融サービス 2.0％ 7.9％から9.9％ 10.22％から10.53％

資産収集 2.0％ 7.9％から8.8％

9.96％から10.31％

ソルベンシー・マージ

ンの80％（保険）

大口顧客 2.0％ 8.4％から9.8％ 9.96％から10.49％

 

評価パラメータ、とりわけ割引率は、2023年12月31日付に更新された。割引率は、15年間の月次平均をも

とに決定される。割引率の水準は、前事業年度と比較し概ね安定している。

2023年12月31日現在の持続成長率は、2022年12月31日現在から変化がないままであった。

 

6.2　株式投資の見積価額ならびに子会社および関連会社に対する投資

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 帳簿価額 見積価額 帳簿価額 見積価額

子会社および関連会社に対する投資

非上場有価証券 62,597 87,287 62,523 91,450

上場有価証券 4,511 12,995 4,511 13,793

出資性貸付金 1,069 1,089 622 622

経過利息 19 19 - -

減損 (3,073) - (3,524) -

正味帳簿価額 65,123 101,390 64,132 105,865

株式投資およびその他の長期株式投資

株式投資

非上場有価証券 1,488 1,206 1,493 1,107

上場有価証券 81 82 81 80

出資性貸付金 10 10 10 10

経過利息 - - - -

減損 (693) - (690) -

株式投資の小計 886 1,298 894 1,197

その他の長期株式投資     

非上場有価証券 438 441 393 393

上場有価証券 - - - -

出資性貸付金 - - - -

経過利息 - - - -

減損 - - - -

その他の長期株式投資の小計 438 441 393 393

正味帳簿価額 1,324 1,739 1,287 1,590
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株式投資合計 66,447 103,129 65,419 107,455

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 帳簿価額 見積価額 帳簿価額 見積価額

総額合計     

非上場有価証券 64,523  64,409  

上場有価証券 4,592  4,592  

合計 69,115  69,001  

 

見積価額は、有価証券の使用価値に基づいて算定されており、使用価値は必ずしも市場価額ではない。

 

注記7　固定資産の変動

 

金融投資

 

（百万ユーロ）

2023年

1月1日

増加

(取得)

減少

(処分および償還)

その他の

変動
(1)

2023年

12月31日

子会社および関連会社に対する投資      

総額 67,034 78 (4) - 67,108

出資性貸付金 622 482 (35) - 1,069

経過利息 - - - 19 19

減損 (3,524) (59) 510 - (3,073)

正味帳簿価額 64,132 501 471 19 65,123

株式投資およびその他の長期株式投資      

株式投資      

総額 1,574 2 (7) - 1,569

出資性貸付金 10 - - - 10

経過利息 - - - - -

減損 (690) (4) 1 - (693)

株式投資の小計 894 (2) (6) - 886

その他の長期株式投資      

総額 393 45 - - 438

出資性貸付金 - - - - -

経過利息 - - - - -

減損 - - - - -

その他の長期株式投資の小計 393 45 - - 438

正味帳簿価額 1,287 43 (6) - 1,324

合計 65,419 544 465 19 66,447

(1) 「その他の変動」は、特に外貨建て固定資産の価値への外国為替レートの変動による影響を含む。

 

有形固定資産および無形資産

 

（百万ユーロ）

2023年

1月1日

増加

(取得)

減少

(処分および償還) その他の変動
(1) 2023年

12月31日

有形固定資産      

総額 136 - - - 136

減価償却費、償却費および減損 (24) - - - (24)

有形固定資産に係る技術的合併差損      

総額 - - - - -

減価償却費、償却費および減損 - - - - -

正味帳簿価額 112 - - - 112

無形資産      

総額 140 12 - - 152

減価償却費、償却費および減損 (101) (11) - - (112)
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無形資産に係る技術的合併差損      

総額 - - - - -

減価償却費、償却費および減損 - - - - -

正味帳簿価額 39 1 - - 40

合計 151 1 - - 152

(1) 「その他の変動」は、特に外貨建て固定資産の価値への外国為替レートの変動による影響を含む。

 

注記8　自己株式

 

 2023年12月31日 2022年12月31日  

（百万ユーロ） 売買目的有価証券 投資有価証券 固定資産 合計 合計

株式数 1,227,680 - 22,331,501 23,559,181 18,994,580

帳簿価額 16 - 260 276 183

市場価額 16 - 287 303 187

 

株式1株当たりの額面金額：3.00ユーロ

 

注記9　未収収益、前払金およびその他の資産

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

その他の資産
(1)   

買建金融オプション 4 6

棚卸資産およびその他 - -

その他の債権
(2) 16,897 22,937

持続可能な開発(LDD)貯蓄口座証券の集合的管理 - -

決済勘定 - -

正味帳簿価額 16,901 22,943

未払費用および繰延収益   

未達項目 6,140 7,130

調整勘定および仮勘定 5,830 3,204

金融商品に係る未実現損失および繰延損失 - -

前払費用 1,253 1,341

先渡金融商品に係るコミットメントの未収収益 4,995 2,343

その他の未収収益
(3) 442 1,380

繰延費用 509 396

その他の未払費用および繰延収益 16 22

正味帳簿価額 19,185 15,816

合計 36,086 38,759

(1) 経過利息を含む金額である。

(2) 2023年12月31日現在、単一破綻処理基金について保証預託金の形で認識されている93.9百万ユーロ（2022年12月31日

現在は75.9百万ユーロ）を含む。

(3) （預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄の）貯蓄ファンドに係る債権は、貸借対照表上、負債の部の特別貯

蓄勘定に付随する負債から控除される（注記27.2「集中貯蓄」を参照）。

 

なお、金融の安定を維持することを目的としている欧州規制の枠組みは、金融機関および投資会社の再建

および破綻処理のための枠組みを定める2014年5月15日付の指令第2014/59/EU号により補足されている。2014

年7月15日付の規則（EU）第806/2014号により、関連機関のための単一破綻処理メカニズム（SRM）の資金調

達制度が定められた。

保証預託金は、規則（EU）第806/2014号第70条第3項に規定される取消不能の支払コミットメントに対する

求償権を有する機関への保証に対応するものであり、当該規則において、かかるコミットメントの割合は、

同条に従って調達された拠出金合計額の30％を超えてはならないと規定されている。
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2023事業年度に関し、取消不能の支払コミットメントの形を取る拠出金の額は19百万ユーロ、営業費用

（本財務書類の注記34）において手数料の形で支払われた金額は76.7百万ユーロであった。

2014年12月19日付の施行規則（EU）第2015/81号に従い、破綻処理措置により規則（EU）第806/2014号第76

条に基づく当該基金の介入が要求される場合、単一破綻処理委員会は、規則（EU）第806/2014号に従ってな

された取消不能の支払コミットメントの全部または一部について、上記の規則（EU）第806/2014号第70条3項

において定められた上限の範囲内で単一破綻処理委員会が設定した、当該基金の利用可能財源の範囲内で取

消不能の支払コミットメントの割合を変更するように要求する。

これらのコミットメントに伴う保証は、要求された取消不能の支払コミットメントに係る拠出金を当該基

金が適式に受領した後、2014年12月19日付の規則（EU）第2015/81号第3条に従い戻される。当行グループ

は、上記のメカニズムに関連して、予測可能な将来にユーロ圏において当行グループへの追加的な要求を必

要とする破綻処理措置が実施されることは予想しておらず、また、銀行認可の喪失または取消も予想してい

ない。

さらに、この保証預託金は、金融機関の資産においてその他の債権に分類されており、前事業年度と比較

して変動はなく、当行グループと単一破綻処理委員会との間で合意された取消不能の支払コミットメントお

よび保証メカニズムに関する合意に従って支払われる。

 

注記10　資産から控除された減損損失累計額

 

（百万ユーロ）

2023年

1月1日

現在残高

減損額
戻入および

取崩額
増価

その他の

変動

2023年

12月31日

現在残高

銀行間および類似項目 14 11 (15) - - 10

顧客に対する貸出金および債権 - - - - - -

有価証券取引 24 63 (50) - - 37

固定資産 4,214 63 (511) - - 3,766

その他の資産 162 - - - - 162

合計 4,414 137 (576) - - 3,975

 

注記11　金融機関に対する債務－残存期間別の分析

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超 元本合計 経過利息 合計 合計

金融機関         

預金および借入金：         

－要求払 8,380 - - - 8,380 33 8,413 10,559

－定期 45,931 36,432 62,857 93,116 238,336 1,929 240,265 206,779

受入担保有価証券 - - - - - - - -

買戻し条件付売却有価証券 8,547 407 4,069 - 13,023 25 13,048 9,777

帳簿価額 62,858 36,839 66,926 93,116 259,739 1,987 261,726 227,115

クレディ・アグリコル内部取引         

当座勘定 26,108 - - - 26,108 - 26,108 42,581

定期預金および借入金 6,763 4,291 50,161 3,072 64,287 337 64,624 83,684

買戻し条件付売却有価証券 - - - - - - - 48

帳簿価額 32,871 4,291 50,161 3,072 90,395 337 90,732 126,313

合計 95,729 41,130 117,087 96,188 350,134 2,324 352,458 353,428
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注記12　顧客に対する債務

 

12.1　顧客に対する債務－残存期間別の分析

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）
3ヶ月以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超 元本合計 経過利息 合計 合計

当座勘定－貸方 314 - - - 314 2 316 198

特別貯蓄預金
(1)

： 210,077 12,084 5,699 1,147 229,007 (24) 228,983 241,160

－要求払 134,984 - - - 134,984 (24) 134,960 136,195

－定期 75,093 12,084 5,699 1,147 94,023 - 94,023 104,965

顧客に対するその他の債務 2,021 292 2,410 3,729 8,452 69 8,521 4,679

－要求払 674 - - - 674 - 674 102

－定期 1,347 292 2,410 3,729 7,778 69 7,847 4,577

受入担保有価証券 123 - - - 123 - 123 130

帳簿価額 212,535 12,376 8,109 4,876 237,896 47 237,943 246,167

(1) 特別貯蓄預金は、（預金供託金庫が集中管理する規制対象の貯蓄について）貯蓄ファンドに係る債権の相殺後で表

示される（注記27.2「集中貯蓄」参照）。

 

12.2　顧客に対する債務－地域別の分析

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

フランス（海外県・海外領土を含む。） 233,812 241,601

その他のEU諸国 2,426 2,625

その他の欧州諸国 1,658 1,828

北米 - -

中南米 - -

アフリカおよび中東 - -

アジアおよびオセアニア（日本を除く。） - -

日本 - -

未分類および国際機関 - -

元本合計 237,896 246,054

経過利息 47 113

帳簿価額 237,943 246,167

 

12.3　顧客に対する債務－顧客タイプ別の分析

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

個人顧客 192,223 199,433

農家 13,870 15,468

その他の中小企業 18,298 19,700

金融機関 6,352 1,797

企業 1,031 2,615

地方自治体 1,073 1,282

その他の顧客 5,049 5,759

元本合計 237,896 246,054

経過利息 47 113

帳簿価額 237,943 246,167

 

注記13　債務証券

 

13.1　債務証券－残存期間別の分析
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 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超

元本

合計

経過

利息
合計 合計

利付証券 - - - - - - - -

短期金融証券 1,258 - 2,272 1,574 5,104 90 5,194 5,732

譲渡性債務証券
(1) 11,723 14,547 - 30 26,300 234 26,534 23,391

債券 857 8,171 40,104 29,820 78,952 767 79,719 67,275

その他の債務証券 350 2,608 21,636 7,358 31,952 235 32,187 31,887

帳簿価額 14,188 25,326 64,012 38,782 142,308 1,326 143,634 128,285

(1) このうち、9,195百万ユーロは、2023年12月31日現在海外で発行されている（2022年12月31日現在は10,590百万ユー

ロ）。

 

13.2　債券（発行通貨別）

 

（百万ユーロ）

2023年12月31日
2022年

12月31日

残存期間

残高 残高
1年以内

1年超

5年以内
5年超

ユーロ 6,640 32,033 27,016 65,689 59,432

固定金利 6,408 28,417 24,749 59,574 55,824

変動金利 232 3,616 2,267 6,115 3,608

欧州連合諸国のその他の通貨 - - - - -

固定金利 - - - - -

変動金利 - - - - -

米ドル 854 4,365 815 6,034 2,404

固定金利 854 3,912 815 5,581 2,404

変動金利 - 453 - 453 -

日本円 362 1,291 59 1,712 1,527

固定金利 362 1,291 59 1,712 1,527

変動金利 - - - - -

その他の通貨 1,172 2,415 1,930 5,517 3,559

固定金利 942 2,047 1,930 4,919 3,320

変動金利 230 368 - 598 239

元本合計 9,028 40,104 29,820 78,952 66,922

固定金利 8,566 35,667 27,553 71,786 63,075

変動金利 462 4,437 2,267 7,166 3,847

経過利息 - - - 767 353

帳簿価額 9,028 40,104 29,820 79,719 67,275
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注記14　未払費用、繰延収益およびその他の負債

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

その他の負債
(1)   

相手方との取引（売買目的有価証券） - -

株式貸借取引に関連する負債
(2) - -

売建金融オプション - -

決済・取引勘定 - -

その他の債務 3,542 4,145

有価証券に対する未払金 48 71

帳簿価額 3,590 4,216

未払費用および繰延収益   

未達項目 8,468 8,750

調整勘定および仮勘定 7,333 4,847

金融商品に係る未実現利益および繰延利益 - -

前受収益 1,439 1,693

先渡金融商品に係るコミットメントの未払費用 5,270 2,786

その他の未払費用 820 631

その他の未払費用および繰延収益 240 63

帳簿価額 23,570 18,770

合計 27,160 22,986

(1) 経過利息を含む金額である。

(2) 借入有価証券に関連する債務は、売買目的の借入有価証券（該当する場合、貸付有価証券として用いられ「売買目

的の貸付有価証券」に分類変更された借入有価証券を含む。）を控除して表示されている（注記27.1「借入証券」

を参照）。

 

注記15　引当金

 

（百万ユーロ）

2023年
1月1日
現在残高

繰入額 取崩額
未使用

戻入額

その他
の変動

2023年
12月31日
現在残高

従業員退職給付および類似給付に対す

る引当金
200 6 - - 20 226

その他の雇用関連のコミットメントに

対する引当金
4 - (1) - - 3

融資コミットメントの実行リスクに対

する引当金
36 22 - (2) - 56

税金訴訟に対する引当金
(1) 22 7 - (17) - 12

その他の訴訟に対する引当金 6 - - - - 6

カントリー・リスクに対する引当金 - - - - - -

信用リスクに対する引当金
(2) 23 4 - - - 27

リストラクチャリングに対する引当金 - - - - - -

納税引当金
(3) 472 73 - - - 545

株式投資に対する引当金 - - - - - -

業務リスクに対する引当金 42 - - (42) - -

住宅購入貯蓄制度の不均衡リスクに対

する引当金
255 - - (236) - 19

その他の引当金
(4) 58 106 (3) (66) - 95

帳簿価額 1,118 218 (4) (363) 20 989

(1) 既に通知された税額更正に関する引当金。

(2) かかる引当金は、主にバーゼルのモデルから算出される見積りに基づき集合的に引当られている。

(3) 主に、連結納税制度による子会社の税金負債からなる。

(4) 経済的利益集団への投資リスクに対する引当金を含む。

 

調査、情報提供の要請および訴訟手続
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クレディ・アグリコル・エス・エーは、通常の業務の過程において、定期的にフランス国内および国外の

様々な機関による訴訟手続ならびに情報の提供要請、調査、統制およびその他の規制または法的手続の対象

となっている。認識された引当金は、決算日現在で保有する情報を考慮した経営陣による最善の判断を反映

したものである。

 

小切手画像処理（CIE）事件

2008年3月、LCLおよびクレディ・アグリコル・エス・エーならびにその他10行の銀行は、フランス競争評

議会（Conseil de la concurrence。現在の、競争監視機関）の代表者から、苦情申立書を受理した。

これらの銀行は、小切手画像処理システムへの移行以降、すなわち2002年から2007年にかけて、共謀して

小切手の現金化に交換手数料を課したとして訴えられていた。競争監視機関は、かかる手数料は、欧州共同

体条約第81条第1項およびフランス商法（Code de commerce）第L.420-1条の定義における非競争価格協定を

構成し、経済に損害を与えたとしている。

これらの銀行は、答弁書において手数料の反競争性について全面的に反論し、手続の正当性を争った。

競争監視機関は、2010年9月20日付の決定により、小切手画像処理手数料（CEIC）はその目的自体が反競

争的であったと結論付けた。関連サービスの手数料の1つである誤決済取引取消（AOCT）手数料について、競

争監視機関は、これらの銀行に対し、かかる決定の通知から6ヶ月以内に当該金額を改定するよう求めた。

訴えられた銀行は、合計384.92百万ユーロの制裁金を科された。

LCLおよびクレディ・アグリコルは、それぞれ、CEICについて20.7百万ユーロおよび82.1百万ユーロ、

AOCT手数料について0.2百万ユーロおよび0.8百万ユーロの支払を命じられた。

これらの銀行はすべて、この決定に対してパリ控訴裁判所に控訴した。同裁判所は、2012年2月23日付の

判決により、競争監視機関は競争制限の存在を証明しておらず、かかる協定が競争抑止目的を有することを

立証していないとして、原判決を覆した。

2015年4月14日の競争監視機関による上告について、フランス最高裁判所（Cour de cassation）は、パリ

控訴裁判所がUFC－ク・ショワジール（Que Choisir）およびADUMPEの主張を検討することなく両者の訴訟参

加は目的を欠くと判断したことを唯一の理由に、2012年2月23日付のパリ控訴裁判所の判決を却下し、パリ控

訴裁判所に差し戻した。

フランス最高裁判所は、訴訟の本案については判決を下さず、クレディ・アグリコルはパリ控訴裁判所に

控訴した。

パリ控訴裁判所は、2017年12月21日付の判決において、2010年9月20日付の競争監視機関の決定を承認し

たが、クレディ・アグリコルへの制裁金を82,940,000ユーロから76,560,000ユーロに減額した。LCLへの制裁

金は変わらず20,930,000ユーロである。

この訴訟手続の当事者である他の銀行と同様に、LCLおよびクレディ・アグリコルは最高裁判所に上告し

た。

2020年1月29日、フランス最高裁判所（Cour de cassation）は、パリ控訴裁判所が目的ごとの競争制限が

存在することを証明していないとして、2017年12月21日付のパリ控訴裁判所の判決を却下し、同裁判所に差

し戻した。

パリ控訴裁判所は、2021年12月2日付の判決において、競争監視機関の決定を覆し、CEICおよびAOCT手数

料の導入が、その目的またはその効果によって反競争的行為に該当することは立証されないとの判決を下し

た。

2021年12月31日、競争監視機関は、この判決を不服としてフランス最高裁判所（Cour de cassation）に

上告した。

フランス最高裁判所（Cour de cassation）は、2023年6月28日付の判決において、CEICおよびAOCT手数料

はその目的によって競争の制限には該当せず、また、CEICが銀行間の通常の競争を歪曲、制限、または阻止

する効果をもたらしたことが立証されていないことを最終的に確認し、競争監視機関の上告を棄却した。こ

の決定により、本件は終結した。
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外国資産管理室（OFAC）

2015年10月、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポ

レート・アンド・インベストメント・バンク（クレディ・アグリコル・CIB）は、米国経済制裁の対象国との

多数の米ドル建て取引に関する調査について米国連邦当局およびニューヨーク州と合意した。この合意の対

象となる事象は、2003年から2008年までに行われた。

米国連邦当局およびニューヨーク州当局の調査に協力していたクレディ・アグリコル・CIBおよびクレ

ディ・アグリコル・エス・エーは、787.3百万米ドル（692.7百万ユーロ）の罰金を支払うことに同意した。

この罰金は既存の準備金から支払われたため、2015年度下半期の会計には影響していない。

米国連邦準備制度理事会（連邦準備銀行）およびニューヨーク州金融サービス局（NYDFS）との合意は、ク

レディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが行った。米国財務省の外国資産管理室

（OFAC）との合意は、クレディ・アグリコル・CIBが行った。またクレディ・アグリコル・CIBは、コロンビ

ア特別区連邦検事局（USAO）およびニューヨーク郡地方検事局（DANY）と、それぞれ3年の訴追延期合意

（DPA）も締結した。2018年10月19日、USAOおよびDANYとの2件の訴追延期合意は3年の期間が満了し、クレ

ディ・アグリコル・CIBはかかる合意に基づくすべての義務を履行した。

クレディ・アグリコルは、国際制裁に係る規則を遵守するための内部手続およびプログラムを引き続き強

化し、米国連邦当局およびニューヨーク州当局、欧州中央銀行、フランスの金融健全性規制監督・破綻処理

機構ならびに世界ネットワークを通じてすべての規制当局と、今後も十分に協力していく。

NYDFSおよび米国連邦準備銀行との間で締結された合意に従い、クレディ・アグリコルの遵守プログラム

は、その有効性を評価するため定期的に審査を受ける。この審査には、NYDFSから1年の任期で任命される外

部コンサルタントによる審査、および米国連邦準備銀行の承認を受けた外部コンサルタントによる年1回の審

査が含まれる。

 

EURIBOR／LIBORおよびその他の指数

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・CIBは、多くの銀行間

金利に寄与する者として、複数の当局より情報提供の要請を受けている。これは、(ⅰ)多くの通貨における

LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）、EURIBOR（欧州銀行間取引金利）およびその他特定の市場指数の計算、

ならびに(ⅱ)これらの金利および指標に関連する取引についての調査の一環である。これらの要請は、2005

年から2012年までの複数の期間にわたっている。

当局に対する協力の一環として、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびその子会社であるクレディ・

アグリコル・CIBは、議論の相手である様々な当局、特に米国の当局－DOJ（司法省）およびCFTC（商品先物

取引委員会）－に要請された情報を収集するための調査を行った。これらの議論の結果または結論に達する

時期を予測することは現時点では不可能である。

さらに、クレディ・アグリコル・CIBは現在、LIBORおよびEURIBORの両方について、フロリダ州検事総長に

よる調査を受けている。

調査および和解手続の不調を経て、欧州委員会は2014年5月21日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよ

びクレディ・アグリコル・CIBに対し、EURIBORに関するデリバティブの競争を阻止、制限または歪曲する目

的および／もしくは効果を有する合意または協調行動について、異議申立書を送達した。

2016年12月7日付の決定において、欧州委員会は、ユーロ建て金利デリバティブのカルテルに参加したとし

て、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに合わせて114,654,000ユーロの

制裁金を科した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、この決定に異議

を申し立て、欧州司法裁判所に対して判決の破棄を求めている。2023年12月20日、同裁判所は、制裁金を

110,000,000ユーロに減額し、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに帰属

するとされた行為の一部を棄却する判決を下した。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・ア

グリコル・CIBはこの判決に対して控訴する機会を検討している。
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スイス競争監視機関、すなわちCOMCOは、クレディ・アグリコル・エス・エーならびに複数のスイスの銀行

および国際銀行に関して、EURIBORを含む金利デリバティブ市場の調査を行った。かかる調査は、クレディ・

アグリコル・エス・エーが有罪を認めることなく4,465,701スイス・フランの制裁金および187,012スイス・

フランの手続費用を支払うことに同意する条件での和解の後に終了した。

その上、2016年6月には、韓国公正取引委員会（KFTC）が、クレディ・アグリコル・CIBならびに様々な通

貨におけるLIBOR指数、EURIBOR指数およびTIBOR指数について2015年9月に開始した調査を終了すると決定し

た。KFTCは、2018年12月20日にクレディ・アグリコル・CIBに通知された決定に従い、外国為替市場における

特定のデリバティブ（ABS-NDF）についての調査を終了した。

米国における2件の集団訴訟に関して、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・

CIBは2012年度および2013年度以降、他の金融機関と共に、1件は両社が被告として（EURIBORに関する「サリ

バン」事件）、もう1件はクレディ・アグリコル・エス・エーのみが被告として（LIBORに関する「リーバー

マン」事件）指名された。「リーバーマン」集団訴訟は、原告が訴訟手続の放棄を決定したため、現在終了

している。「サリバン」集団訴訟については、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBは、原告の請求の却下を求める申立てを行い、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所は、一審におい

てこれを認める判決を下した。2019年6月14日、原告は本決定に対し控訴した。本控訴の審議が行われるまで

の間に、連邦第2巡回区控訴裁判所は、2021年12月31日、別の訴訟（GELBOIM事件と称される。）において、

外国人の被告に関する米国裁判所の対人管轄権についての判例を修正する判決を下した。進行中の控訴に対

するかかる判例の無効によって生じる可能性がある悪影響を避けるため、クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、訴訟手続を最終的に終結させるように、原告への55百万米ドルの

支払を規定した内容の合意について原告と交渉を行い、2022年に合意された。クレディ・アグリコル・エ

ス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBが有罪を認める内容を含まないこの合意は、2022年11月15日に

ニューヨーク州裁判所により承認され、その判決に対する控訴はなされていない。この種の合意でなされた

標準的な協力義務によれば、まだ解決していない他の当事者との協議との関連で必要となる場合、2023年に

おいても、原告からクレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBに対して書類提出

の要求（確認的証拠開示）を行うことができる。

また2016年7月1日以降、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他行と

共に、SIBOR（シンガポール銀行間取引金利）指数およびSOR（シンガポール・スワップ・オファー・レー

ト）指数に関して、米国における新たな集団訴訟（「フロントポイント」事件）の当事者となっている。ク

レディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBによる最初の却下の申立てを認めた後、

米国ニューヨーク州連邦地方裁判所は原告からの新たな要請について判断を下し、クレディ・アグリコル・

エス・エーが当該指数に寄与していなかったことを理由に、同行をフロントポイント事件の対象から除外し

た。しかしながら、同裁判所は、最近の判例法の動向を考慮して、クレディ・アグリコル・CIBおよびSIBOR

指数の設定パネルに参加しているすべての銀行についてはその管轄を適用することができると判断した。

SIBOR／米ドル指数およびSOR指数に関する申立てにおける主張もまた裁判所により却下され、したがって、

SIBOR／シンガポール・ドル指数のみが、引き続き考慮されている。2018年12月26日、原告は、SIBOR指数お

よびSOR指数が操作され米ドルでの取引に影響を与えたとの主張をフロントポイント事件の範囲に再度含める

ことを求め、新たな訴えを提起した。クレディ・アグリコル・CIBは、他の被告と共に、2019年5月2日に開か

れたニューヨーク州連邦地方裁判所での審問においてかかる新たな訴えに反論した。2019年7月26日、連邦裁

判所は、被告の主張を支持する判決を下した。2019年8月26日、原告は上訴の申立てを行った。

2021年3月17日、連邦第2巡回区控訴裁判所の裁判官3名による合議審が原告の上訴を認めたため、新たな訴

えは受理可能と判断され、手続再開のためニューヨーク州連邦裁判所に差し戻された。クレディ・アグリコ

ル・CIBを含む被告は、第2巡回区控訴裁判所に「en banc」（裁判所の現役裁判官全員）での再審理を要求し

た。2021年5月6日に第2巡回区控訴裁判所はこの申立てを却下した。2021年5月12日に被告は、この訴訟が連

邦地方裁判所に差し戻される当該決定の執行停止を求めて、新たな申立てを行ったが、2021年5月24日に却下
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された。2021年10月1日、被告は米国最高裁判所に上告したが、2022年1月10日に本件の不審理が決定した。

この訴訟を阻止するため、被告から連邦地方裁判所に新たな申立書が提出されており、現在審査中である。

2022年5月27日、この訴訟を最終的に終結させるため、13名の被告全員が原告との和解合意を締結した。こ

の合意は、各原告への配分基準を設けた、一括払いによる原告への支払を規定している。その結果として、

クレディ・アグリコル・CIBによる7.3百万米ドル（総額の8.03％）の支払が規定されている。この合意は、

クレディ・アグリコル・CIBが有罪を認める内容を含まず、2022年11月29日にニューヨーク州裁判所により承

認され、その判決に対する控訴はなされていない。

 

SSA債

クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、米ドル建てSSA債（国際機関

債、サブソブリンおよび政府機関債）の流通市場取引に関与した複数の銀行の活動についての調査に関連し

て、複数の規制当局から情報提供の要請を受けた。クレディ・アグリコル・CIBは、これらの規制当局への協

力を通じて、要請された情報を収集するための内部調査を実施した。2018年12月20日、欧州委員会は、米ド

ル建てSSA債の流通市場取引における欧州競争法違反の疑いに関する調査に含まれた、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBを含む複数の銀行に対して、異議告知書を送付した。クレ

ディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、かかる異議について認識し、2019年3

月29日に回答を送付し、2019年7月10日および11日に口頭審理を受けた。

2021年4月28日付の決定で、欧州委員会は、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリ

コル・CIBに、米ドル建てSSA債の流通市場取引においてカルテルに参加したとして、合わせて3,993,000ユー

ロの制裁金を科した。2021年7月7日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIB

は、この決定を不服として、欧州司法裁判所に控訴した。同裁判所での審問は2023年6月16日に行われたが、

審議の日程は現時点では不明である。

クレディ・アグリコル・CIBは、他行と共に、米国ニューヨーク州南部地区連邦地方裁判所における暫定

的併合集団訴訟の当事者となっている。当該訴訟は、原告が当事者適格を得るのに十分な損害の申立てをす

ることができなかったという理由により、2018年8月29日に却下された。しかしながら、原告は、かかる瑕疵

の是正を試みる機会が与えられた。原告は、2018年11月7日に修正訴状を提出した。クレディ・アグリコル・

CIBは、他の被告と同様に、当該修正訴状の却下の申立てを行った。2019年9月30日、クレディ・アグリコ

ル・CIBに関しては、この訴状は、ニューヨーク州裁判所の管轄権の欠如を理由に受理不可との判決が下さ

れ、その後の判決で、裁判所は、原告はいずれにせよ米国の反トラスト法の違反を立証できなかったと判断

した。2020年6月、原告はかかる2件の判断に対し控訴した。2021年7月19日、連邦第2巡回区控訴裁判所は、

原告が米国の反トラスト法の違反の立証をできなかったという連邦地方裁判所の判旨を認めた。原告が追加

の訴訟を起こさないまま、原告が連邦地方裁判所の判決について米国最高裁判所にさらなる審査を求める期

限が2021年12月2日に経過した。その後、原告は、下級裁判所の裁判官が訴訟の開始時に利益相反を開示して

いなかったことを理由に、下級裁判所の判決を無効とする申立てを行う許可を求めた。この要求を検討する

ために、本件は新たな裁判官に割り当てられ、この新たな裁判官は、この点に関する見解を提出するよう両

当事者に命じた。2022年10月3日、当該裁判官であるヴァレリ・カプロニ地方裁判所裁判官は、判決の無効を

求める原告の申立てを却下して、また、調査官に訴訟を終了するよう指示する見解および命令を下した。カ

プロニ裁判官のこの判決に対し、原告は控訴していない。

2019年2月7日、クレディ・アグリコル・CIBおよび係属中の集団訴訟の被告に対して、別の集団訴訟が

ニューヨーク州南部地区連邦裁判所に提起された。2020年7月、原告はかかる集団訴訟を自主的に中止した

が、再開される可能性がある。

2018年7月11日、クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、他の銀行と共

にカナダのオンタリオ州最高裁判所に提起された集団訴訟について通知を受けた。また、カナダ連邦裁判所

に新たな集団訴訟が提起された。オンタリオ州最高裁判所に提起された訴訟は、2020年2月19日に却下され
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た。クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・CIBは、連邦裁判所での訴訟手続を終

了することで基本的に合意した。最終的な合意には、依然として裁判所による承認が必要である。

 

オサリバンおよびタベラ

2017年11月9日、イラクにおけるテロ攻撃によって負傷しまたは殺害されたと主張する人々（またはその家

族もしくは遺産管理人）が、米国ニューヨーク州連邦地方裁判所に対し、クレディ・アグリコル・エス・

エーおよびその子会社であるクレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク

（クレディ・アグリコル・CIB）を含む複数の銀行に対する訴状を提出した（「オサリバンⅠ」事件）。

2018年12月29日、同じ個人集団が、57名の新たな原告を加えて、同じ被告に対して別の訴状を提出した

（「オサリバンⅡ」事件）。

2018年12月21日、別の個人集団も、同じ被告に対して訴状を提出した（「タベラ」事件）。

かかる3件の訴状は、クレディ・アグリコル・エス・エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被

告が、イランおよびその代表者と共謀して米国の制裁に違反し、米国の反テロリズム法およびテロ支援者制

裁法に反してイランの企業と取引を行った、と主張する。具体的には、クレディ・アグリコル・エス・

エー、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被告が、米国財務省の外国資産管理室が科した制裁に違反

してイランおよびイランの企業と米ドル建ての取引を行ったことで、イランはテロ組織への資金供与が可能

となり、かかるテロ組織が原告を攻撃した、と主張している。原告団は損害賠償を求めているが、その金額

は明らかにしていない。

2018年3月2日、クレディ・アグリコル・CIBおよびその他の被告は、「オサリバンⅠ」事件の訴状を却下す

る申立てを行った。2019年3月28日、裁判所は被告の却下の申立てを承諾した。2019年4月22日、原告は訴状

を修正する申立てを行った。被告は2019年5月20日にこの申立てに反論し、原告が2019年6月10日に回答し

た。2020年2月25日、原告の訴状修正の申立ては認められず、原告による原訴訟は棄却された。

2020年5月28日、原告は上訴が可能となるように裁判所が被告に対して最終判決を示すよう求める申立てを

行った。2020年6月11日、被告は原告の申立てに対する異議申立てを行い、原告は2020年6月18日に反論書面

を提出した。2021年6月29日、裁判所は原告の申立てを棄却した。

訴訟手続：「オサリバン」事件に関しては、2021年7月28日、裁判所は、関連訴訟であるフリーマン対HSBC

ホールディングスPLC（第19-3970号事件（第2巡回区控訴裁判所））（「フリーマンⅠ」事件）の現在進行中

の控訴審の判決が出るまで「オサリバンⅠ」事件を保留した。（「オサリバンⅡ」事件は「オサリバンⅠ」

事件の判決が出るまで保留されており、「タベラ」事件はこれまで、「フリーマンⅠ」事件の控訴審の結果

が出るまで保留されてきた。）2023年6月5日、裁判所は、「フリーマンⅠ」事件における米国最高裁判所の

判決が出るまで、「オサリバンⅠ」事件および「オサリバンⅡ」事件の保留を延長した。2023年10月2日、最

高裁判所は、「フリーマンⅠ」事件における第2巡回区控訴裁判所の判決の再審理の申立てを棄却した。2023

年11月9日、裁判所は、「フリーマンI」事件および関連訴訟、特にフリーマン対HSBCホールディングスPLC

（第18-cv-7359号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判所））（「フリーマンⅡ」事件）およびス

ティーブンス対HSBCホールディングスPLC（第18-cv-7439号事件（ニューヨーク州東部地区連邦地方裁判

所））において地方裁判所に提起された特定の申立ての判決が出るまで、保留を延長した。

「タベラ」事件に関しては、2023年9月12日、裁判所は、最高裁判所による「フリーマンⅠ」事件の判決が

出るまで保留を延長した。2023年10月2日、最高裁判所は、「フリーマンⅠ」事件における第2巡回区控訴裁

判所の判決の再審理の申立てを棄却した。2023年11月8日、裁判所は、フリーマンⅠ、フリーマンⅡおよびス

ティーブンスの事件において地方裁判所に提起された特定の申立ての判決が出るまで保留を延長し、2024年4

月1日に現状報告書を提出するよう原告に命じた。
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注記16　住宅購入貯蓄

 

貯蓄期間中に住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度により預け入れられた預金

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 8,647 8,530

4年から10年 41,946 48,644

10年超 36,994 40,082

住宅購入貯蓄制度合計 87,587 97,256

住宅購入貯蓄勘定(HPSP)合計 12,512 12,089

住宅購入貯蓄制度における顧客資産合計 100,099 109,345

 

年限はANC規則第2014-07号に従って決定される。

顧客資産は、政府補助金を除いた預金である。

 

住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度で付与された貸出金残高

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

住宅購入貯蓄制度 - -

住宅購入貯蓄勘定 - -

住宅購入貯蓄制度で付与された貸出金残高合計 - -

 

住宅購入貯蓄勘定および住宅購入貯蓄制度に対する引当金

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

住宅購入貯蓄制度   

4年未満 - -

4年から10年 - -

10年超 19 256

住宅購入貯蓄制度合計 19 256

住宅購入貯蓄勘定(HPSP)合計 - -

住宅購入貯蓄契約に対する引当金合計 19 256

 

住宅購入貯蓄制度は以下の3つの要素で構成される。

・住宅購入貯蓄制度（以下「HPSP」という。）の保有者に、あらかじめ設定された金利条件で投資を延長

できるオプションが付された貯蓄要素

・あらかじめ設定された金利条件下で将来行われる可能性のある、HPSPおよび住宅購入貯蓄勘定（以下

「HPSA」という。）による貸出金に伴うコミットメント要素

・既に実行されているが、実行時点で市場金利と同じではない金利条件で実行された可能性のあるHPSPお

よびHPSAの貸出金に関連する信用要素

2022年6月30日までは、貯蓄要素だけが重要であった。金利が低水準であったため、HPSPの貯蓄要素は（主

に古くに組成された、金利が2％を超えるものは）魅力的なものであった。金利の急上昇により、当行グルー

プは、2022年6月30日現在の水準で当該制度を中止した。

2023年度下半期に状況が落ち着き、顧客商品間の金利階層が再び安定したため、当行グループは住宅購入

貯蓄制度モデルのパラメータを更新した。新しい金利環境の下で貯蓄要素は大幅に削減され、コミットメン

ト要素が制度の90％を占めるようになった。

コミットメント要素の引当金の計算では、専門家の意見に従って設定された2.5％、2％、1.5％および1％

のHPSPの組成率のパラメータ、すなわち四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数およびHPSP契約の枠内で供与さ

れた貸出金の割合が考慮される。これらのパラメータは、当行の利用可能な実績に基づく専門家の評価が現

在の状況を反映しない場合に限り、専門家の意見に基づき設定されている。
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四半期ごとの貯蓄口座設定金利係数が0.1％増加すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・

アグリコル・エス・エー・グループの引当金は3％増加し、HPSP契約に基づいて付与された貸出金の割合が

0.1％増加すると（他のすべての条件が同じであれば）、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの引

当金は5％減少する。
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注記17　雇用関連へのコミットメント－退職後給付、確定給付制度

 

数理計算上の負債の変動

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

期首現在の数理計算上の負債 198 280

当期中の勤務費用 5 10

金融費用 7 1

従業員の拠出 - -

給付制度の変更、撤廃および清算 - -

範囲の変更 1 (4)

退職慰労金 - -

給付支払額（強制） (7) (65)

数理計算上の（利益）／損失 19 (24)

その他の変動 - -

報告日現在の数理計算上の負債 223 198

 

損益計算書に認識された費用の内訳

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

勤務費用 6 10

金融費用 7 1

資産に係る期待収益 (7) -

過去勤務費用 - -

数理計算上の（利益）／損失純額の償却 23 (28)

制度の撤廃および清算による（利益）／損失 - -

資産制限の変更による（利益）／損失 - -

損益計算書に認識された費用純額 29 (17)

 

制度資産の公正価値の変動

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

期首現在の資産／補填の権利の公正価値 189 253

資産に係る期待収益 7 -

数理計算上の利益／（損失） (4) 4

雇用主の拠出 14 -

従業員の拠出 - -

給付制度の変更、撤廃および清算 - -

範囲の変更 1 (4)

退職慰労金 - -

給付制度に基づき支払われる給付金額 (7) (64)

その他の変動 - -

報告日現在の資産／補填の権利の公正価値 200 189

 

引当金の変動

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

報告日現在の数理計算上の負債 (223) (198)

資産制限による影響 - -

数理計算上の利益／（損失）の繰延べ - -

期末現在の資産の公正価値 200 189

報告日現在の（負債）／資産の正味ポジション (23) (9)

 

制度資産に係る利回り

2023年における制度資産に係る実効利回りは1.33％であった。
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使用された数理計算上の仮定

2023年12月31日現在、感応度は以下のとおりである。

・割引率が50ベーシス・ポイント上昇することで、IFC（退職補償）が3.96％、年金第39条が1.26％減少す

る。

・割引率が50ベーシス・ポイント低下することで、IFCにおいて4.24％、年金第39条において1.31％、コ

ミットメントが増加する。

 

注記18　劣後債務：残存期間別分析

 

 2023年12月31日
2022年

12月31日

（百万ユーロ）

3ヶ月

以内

3ヶ月超

1年以内

1年超

5年以内
5年超 元本合計 経過利息 合計 合計

期限付劣後債務 - 642 15,645 5,552 21,839 238 22,077 21,266

ユーロ - 642 10,757 2,023 13,422 122 13,544 12,526

欧州連合加盟国のその他の通貨 - - - - - - - -

スイス・フラン - - 129 - 129 1 130 122

米ドル - - 2,489 2,489 4,978 74 5,052 5,229

日本円 - - 718 91 809 3 812 981

その他の通貨 - - 1,552 949 2,501 38 2,539 2,408

利益参加型有価証券・ローン - - - - - - - -

その他の期限付劣後ローン - - - - - - - -

期限の定めのない劣後債務
(1) - - - 7,553 7,553 32 7,585 6,500

ユーロ - - - 2,000 2,000 3 2,003 751

欧州連合加盟国のその他の通貨 - - - - - - - -

スイス・フラン - - - - - - - -

米ドル - - - 4,978 4,978 28 5,006 5,183

日本円 - - - - - - - -

その他の通貨 - - - 575 575 1 576 566

地区金庫の自己資金投資 - - - - - - - -

相互保証預託金 - - - - - - - -

帳簿価額 - 642 15,645 13,105 29,392 270 29,662 27,766

(1) 期限の定めのない劣後債務の残存期間は5年超に含まれている。

 

劣後債務に関連する費用は、2022年12月31日現在の1,092百万ユーロに対し、2023年12月31日現在は1,193

百万ユーロであった。

 

注記19　株主持分の変動（利益処分前）

 

株主持分の変動

（百万ユーロ）

株主持分

資本金
法定準備

金
積立金

資本剰余

金、その

他の準備

金および

利益剰余

金

為替差額

金および

再評価差

額金

法定引当

金および

投資助成

金

純利益
株主持分

合計

2021年12月31日現在の残高 9,341 875 341 40,042  13 4,461 55,073

2021年度に関して支払われた配

当金
- - - (3,175) - - - (3,175)

資本金の変動 (213) - - - - - - (213)

資本剰余金および準備金の変動 - 59 - (777) - - - (718)

親会社の2021年度純利益処分額 - - - 4,461 - - (4,461) -

利益剰余金 - - - - - - - -

2022年度純利益／（損失） - - - - - - 5,233 5,233
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その他の変動 - - - - - (5) - (5)

2022年12月31日現在の残高 9,128 934 341 40,551 8 5,233 56,195

2022年度に関して支払われた配

当金
- - - (3,176) - - - (3,176)

資本金の変動 30 - - - - - - 30

資本剰余金および準備金の変動 - - - 40 - - - 40

親会社の2022年度純利益処分額 - - - 5,233 - - (5,233) -

利益剰余金 - - - - - - - -

2023年度純利益／（損失） - - - - - - 3,106 3,106

その他の変動 - - - - - (3) - (3)

2023年12月31日現在の残高 9,158 934 341 42,648 - 5 3,106 56,192

 

クレディ・アグリコル・エス・エーが支払った配当金は、606百万ユーロの自己株式配当を控除後でマイナ

ス3,176百万ユーロであった。

2023年1月13日に50百万ユーロの減資および2023年8月31日に80百万ユーロの従業員割当増資を行った。

 

注記20　株主持分構成

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

株主持分合計（FRBGは除く） 56,192 56,195

一般銀行業務リスク引当金 1,435 1,343

株主持分合計 57,627 57,538

 

さらに、劣後債務および株式投資は、2022年12月31日現在の27,766百万ユーロに対し、2023年12月31日現

在は29,662百万ユーロであった。

 

注記21　子会社および関連会社との取引ならびに株式投資

 

 子会社および関連会社との取引ならびに株式投資

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

貸出金および債権 660,255 615,912

信用機関およびその他の金融機関 557,780 601,919

顧客 3,170 5,309

債券およびその他の利付証券 99,305 8,684

負債 318,929 256,113

信用機関およびその他の金融機関 313,632 255,045

顧客 5,297 1,068

債務証券および劣後債務 - -

付与コミットメント 21,793 25,371

信用機関に付与した融資コミットメント 799 5,774

顧客に付与した融資コミットメント - -

信用機関に付与した保証 11,062 13,311

顧客に付与した保証 9,932 6,286

売戻しオプション付で取得した有価証券 - -

その他の付与コミットメント - -

 

注記22　外貨建て取引

 

貸借対照表の通貨別分析

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 資産 負債 資産 負債

ユーロ建て 806,416 770,290 796,191 768,992
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欧州連合加盟国のその他の通貨建て 2,524 310 2,202 200

スイス・フラン建て 7,059 6,378 7,317 5,274

米ドル建て 12,026 30,129 14,816 27,419

日本円建て 724 5,847 527 6,770

その他の通貨建て 2,322 8,871 2,353 7,462

総額 831,071 821,825 823,406 816,117

債権、関連負債、未収収益、未払費用および繰

延収益
22,380 27,650 18,320 21,194

減損 (3,976) - (4,415) -

合計 849,475 849,475 837,311 837,311

 

注記23　外国為替取引、外貨建ての貸付および借入

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 受領予定 引渡予定 受領予定 引渡予定

直物為替取引 13 13 18 18

・外貨建て 9 4 16 2

・ユーロ建て 4 9 2 16

先渡為替取引 39,309 40,643 30,645 31,779

・外貨建て 34,468 5,352 25,854 5,261

・ユーロ建て 4,841 35,291 4,791 26,518

外貨建ての貸付および借入 194 18 24 59

合計 39,516 40,674 30,687 31,856

 

注記24　先渡金融商品に係る取引

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ）

ヘッジ

取引
非ヘッジ取引 合計 合計

先物および先渡 663,943 411,232 1,075,175 943,871

取引所取引
(1) - - - -

金利先物 - - - -

通貨先物 - - - -

株式および株式インデックス先物 - - - -

その他先物 - - - -

店頭取引
(1) 663,943 411,232 1,075,175 943,871

金利スワップ 657,930 407,446 1,065,376 939,362

その他の金利先渡 - - - -

通貨先渡 1,549 3,786 5,335 3,149

金利先渡契約 - - - -

株式および株式インデックス先渡 4,464 - 4,464 1,360

その他先渡 - - - -

オプション 335 - 335 545

取引所取引 - - - -

金利先物      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

株式および株式インデックス先物      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

通貨先物      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

その他のオプション      

買建て  - - - -
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売建て  - - - -

店頭取引 335 - 335 545

金利スワップション      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

金利先渡      

買建て  335 - 335 545

売建て  - - - -

通貨先渡      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

株式および株式インデックス先渡      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

その他のオプション      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

クレジット・デリバティブ  - - - -

クレジット・デリバティブ契約      

買建て  - - - -

売建て  - - - -

合計 664,278 411,232 1,075,510 944,416

(1) 先物および先渡に係る表示金額は、ロング・ポジションとショート・ポジションの総額（金利スワップおよび金利

スワップション）、または買いと売りの契約金額の総額（その他の契約）に相当する。

 

24.1 先渡金融商品に係る取引－残存期間別想定元本

 

 
合計

2023年12月31日

 
うち、店頭取引

 うち、取引所取引

および類似取引

（百万ユーロ）
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

先物 - - -  - - -  - - -

通貨オプション - - -  - - -  - - -

金利オプション - - -  - - -  - - -

通貨先物 5,335 - -  5,335 - -  - - -

金利先渡契約 - - -  - - -  - - -

金利スワップ 517,748 302,552 245,076  517,748 302,552 245,076  - - -

キャップ、フロアー

およびカラー
- 210 125  - 210 125  - - -

金利先渡 - - -  - - -  - - -

株式およびインデッ

クス先渡
266 814 3,384  266 814 3,384  - - -

株式およびインデッ

クスオプション
- - -  - - -  - - -

株式、株式インデッ

クスおよび貴金属デ

リバティブ

- - -  - - -  - - -

クレジット・デリバ

ティブ
- - -  - - -  - - -

小計 523,349 303,576 248,585  523,349 303,576 248,585  - - -

通貨スワップ 5,068 36,409 11,951  5,068 36,409 11,951  - - -

先渡為替取引 25,471 1,054 -  25,471 1,054 -  - - -

小計 30,539 37,463 11,951  30,539 37,463 11,951  - - -

合計 553,888 341,039 260,536  553,888 341,039 260,536  - - -

 

 
合計

2022年12月31日

 
うち、店頭取引

 うち、取引所取引

および類似取引
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（百万ユーロ）
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

 
1年以内

1年超

5年以内
5年超

先物 - - -  - - -  - - -

通貨オプション - - -  - - -  - - -

金利オプション - - -  - - -  - - -

通貨先物 3,149 - -  3,149 - -  - - -

金利先渡契約 - - -  - - -  - - -

金利スワップ 500,276 221,300 217,786  500,276 221,300 217,786  - - -

キャップ、フロアー

およびカラー
210 150 185  210 150 185  - - -

金利先渡 - - -  - - -  - - -

株式およびインデッ

クス先渡
63 766 531  63 766 531  - - -

株式およびインデッ

クスオプション
- - -  - - -  - - -

株式、株式インデッ

クスおよび貴金属デ

リバティブ

- - -  - - -  - - -

クレジット・デリバ

ティブ
- - -  - - -  - - -

小計 503,698 222,216 218,502  503,698 222,216 218,502  - - -

通貨スワップ 6,442 22,170 9,235  6,442 22,170 9,235  - - -

先渡為替取引 24,577 - -  24,577 - -  - - -

小計 31,019 22,170 9,235  31,019 22,170 9,235  - - -

合計 534,717 244,386 227,737  534,717 244,386 227,737  - - -

 

24.2 先渡金融商品－公正価値

 

（百万ユーロ）

プラスの公正

価値

2023年

12月31日現在

マイナスの公

正価値

2023年

12月31日現在

想定元本

2023年

12月31日現在

プラスの公正

価値

2022年

12月31日現在

マイナスの公

正価値

2022年

12月31日現在

想定元本

2022年

12月31日現在

先物 - - - - - -

通貨オプション - - - - - -

金利オプション - - - - - -

通貨先物 - - 5,335 - - 3,149

金利先渡契約 - - - - - -

金利スワップ 12,420 24,071 1,065,376 14,539 31,557 939,362

キャップ、フロアーおよび

カラー
32 3 335 53 4 545

金利先渡 - - - - - -

株式およびインデックス先

渡
- - 4,464 - - 1,360

株式およびインデックスオ

プション
- - - - - -

株式、株式インデックスお

よび貴金属デリバティブ
35 - - - 2 -

クレジット・デリバティブ - - - - - -

小計 12,487 24,074 1,075,510 14,592 31,563 944,416

通貨スワップ 199 169 53,428 768 718 37,847

先渡為替取引 40 108 26,525 5,518 5,586 24,577

小計 239 277 79,953 6,286 6,304 62,424

合計 12,726 24,351 1,155,463 20,878 37,867 1,006,840

 

24.3 スワップに係る情報

金利スワップの内訳

（百万ユーロ）

個別単独で保有する

未決済ポジション
ミクロ・ヘッジ マクロ・ヘッジ

売買目的

ポートフォリオ
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金利スワップ 407,446 236,341 421,589 -

類似の契約 - - - -

 

注記25　デリバティブ商品に係るカウンターパーティー・リスクに関する情報

 

 2023年12月31日  2022年12月31日

（百万ユーロ）

市場価額

潜在的な
信用

リスク
(1)

カウンター
パーティー・
リスク合計

 

市場価額
潜在的な
信用
リスク

カウンター
パーティー・
リスク合計

OECD加盟国政府、中央銀行および類

似機関に関するリスク
- - -  - - -

OECD加盟国金融機関および類似機関

に関するリスク
12,725 2,948 15,673  20,875 2,260 23,135

その他のカウンターパーティーに関

するリスク
- - -  - - -

合計（ネッティング契約の影響考慮

前）
12,725 2,948 15,673  20,875 2,260 23,135

うち以下に係るリスク： - - -  - -  

・金利、為替レートおよびコモディ

ティ契約
12,690 2,773 15,463  20,875 2,182 23,057

・株式およびインデックス・デリバ

ティブ契約
35 175 210  - 78 78

合計（ネッティング契約の影響考慮

前）
12,725 2,948 15,673  20,875 2,260 23,135

ネッティング契約および担保契約の

影響
- - -  - - -

合計（ネッティング契約および担保

契約の影響考慮後）
12,725 2,948 15,673  20,875 2,260 23,135

(1) CRRⅡ／CRDⅤの規制基準に基づいて計算されている。

 

注記26　融資および保証コミットメントならびにその他の保証

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

付与コミットメント   

融資コミットメント 885 5,860

金融機関に対する付与コミットメント 885 5,860

顧客に対する付与コミットメント - -

保証コミットメント 21,862 20,506

金融機関保証コミットメント 11,233 13,480

顧客に対するコミットメント 10,629 7,026

有価証券コミットメント 2,784 81

売戻しオプション付で取得した有価証券 - -

その他の付与コミットメント 2,784 81

受領コミットメント   

融資コミットメント 146,296 153,485

金融機関からの受領コミットメント 146,296 153,485

顧客からの受領コミットメント - -

保証コミットメント 1,569 1,241

金融機関からの受領コミットメント 1,567 1,239

顧客からの受領コミットメント 2 2

有価証券コミットメント - -

買戻しオプション付で売却した有価証券 - -

その他の受領コミットメント - -
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注記27　借入証券および集中貯蓄の清算

 

27.1 借入証券

 

 2023年12月31日  2022年12月31日

（百万ユーロ）

株式貸借取
引に関連す
る負債総額

(a)

売買目的
有価証券の

借入
(b)

株式貸借取引
に関連する
負債純額

(c)=(a)-(b)

 株式貸借取
引に関連す
る負債総額

(a)

売買目的
有価証券の

借入
(b)

株式貸借取引
に関連する
負債純額

(c)=(a)-(b)

政府短期証券および類似証券 - - -  - - -

・うち借入証券 - - -  - - -

債券およびその他の利付証券 - - -  7,480 7,480 -

・うち借入証券 - - -  - - -

株式およびその他の持分証券 - - -  - - -

・うち借入証券 - - -  - - -

 

27.2 集中貯蓄

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

特別貯蓄勘定に関して徴収した預託金 147,071 123,469

預金供託金庫貯蓄ファンドからの貸出金および債権 81,562 67,618

顧客による預託金合計（貯蓄ファンドからの貸出金控除後） 65,509 55,851

 

注記28　受取利息および類似収益純額

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

銀行間取引 11,955 4,164

クレディ・アグリコル内部取引 12,392 3,519

顧客との取引 418 208

債券およびその他の利付証券 4,206 1,532

マクロ・ヘッジ取引に係る純利益 - 375

債務証券 4,066 2,659

その他の受取利息 1 99

受取利息および類似収益 33,038 12,556

銀行間取引 (8,820) (1,937)

クレディ・アグリコル内部取引 (3,945) (1,495)

顧客との取引 (8,374) (5,480)

マクロ・ヘッジ取引に係る純損失 (333) -

債券およびその他の利付証券 (1,009) (918)

債務証券 (10,948) (3,771)

その他の支払利息 (93) (1)

支払利息および類似費用 (33,522) (13,602)

受取利息および類似収益純額合計
(1) (484) (1,046)

(1) 劣後債務に関連する受取利息および類似収益控除後の費用は、2022年12月31日現在の1,092百万ユーロに対し、2023

年12月31日現在は1,193百万ユーロであった。マクロ・ヘッジ取引は、ポートフォリオ全体を対象としており、その

性質上、特定の種類の取引に割り当てることはできない。それらは別個の項目として計上されている。

 

注記29　持分証券からの収益

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投

資
3,616 6,006

短期投資有価証券および中期ポートフォリオ有価証券 - -

その他の有価証券取引 - -
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持分証券からの収益合計 3,616 6,006

 

注記30　受取報酬および手数料純額

 

 2023年12月31日 2022年12月31日

（百万ユーロ） 収益 費用 純額 収益 費用 純額

銀行間取引 247 (46) 201 220 (66) 154

クレディ・アグリコル内部取引 1,245 (1,061) 184 1,370 (509) 861

顧客との取引 - - - - - -

有価証券取引 - - - - - -

外国為替取引 - - - - - -

先渡金融商品取引およびその他のオフバランスシー

ト取引
- - - - - -

金融サービス 38 (115) (77) 43 (129) (86)

報酬および手数料リスク引当金 - - - - - -

受取報酬および手数料純額合計 1,530 (1,222) 308 1,633 (704) 929

 

注記31　トレーディング勘定に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

売買目的有価証券に係る純利益／（損失） 6 (3)

外国為替取引および類似金融商品に係る純利益／（損失） (3) 1

その他の先渡金融商品に係る純利益／（損失） (27) 33

トレーディング勘定に係る純利益／（損失） (24) 31

 

注記32　短期投資ポートフォリオおよび類似項目に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

短期投資有価証券   

減損損失 (74) (45)

減損損失の戻入 66 11

減損損失／戻入純額 (8) (34)

売却益 2 56

売却損 (132) (54)

売却益（損）純額 (130) 2

短期投資有価証券に係る純利益／（損失） (138) (32)

中期ポートフォリオ有価証券   

減損損失 - -

減損損失の戻入 - -

減損損失／戻入純額 - -

売却益 - -

売却損 - -

売却益（損）純額 - -

中期ポートフォリオ有価証券に係る純利益／（損失） - -

短期投資ポートフォリオおよび類似項目に係る純利益／（損失） (138) (32)

 

注記33　その他の銀行業務収益および費用

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

その他の収益 6 7

共同支配企業の持分 - -

チャージ・バックおよび費用の分類変更 3 1

引当金の戻入額 57 3

その他の銀行業務収益 66 11
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その他の費用 (61) (55)

共同支配企業の持分 (11) (9)

チャージ・バックおよび費用の分類変更 - -

引当金繰入額 (3) (1)

その他の銀行業務費用 (75) (65)

その他の銀行業務収益および費用合計 (9) (54)

 

注記34　営業費用

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

従業員費用
(1)   

給与 (203) (165)

社会保障費 (120) (80)

・うち、確定拠出型退職後給付制度への拠出 (35) (35)

利益分配およびインセンティブ制度 (18) (20)

給与関連税 (35) (32)

従業員費用合計 (376) (297)

従業員費用のチャージ・バックおよび分類変更 19 18

従業員費用純額 (357) (279)

管理費用   

収益およびその他の税金 (31) (22)

外部サービス、その他の管理費用および規制上の拠出金
(2) (502) (504)

管理費用合計 (533) (526)

管理費用のチャージ・バックおよび分類変更 51 48

管理費用純額 (482) (478)

営業費用 (839) (757)

(1) 2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーが取締役会および業務執行役員会のメンバーに対して支

払った報酬額は、22.9百万ユーロであり、うち1.5百万ユーロは退職後給付であった。

(2) うち76.7百万ユーロは、2023事業年度における単一破綻処理基金への拠出金であった。

 

2023年の社会保障を改正する2023年4月14日付財政法第2023-270号（2023年4月15日付フランス官報に掲

載）ならびに2023年6月3日付施行令第2023-435号および第2023-436号（2023年6月4日付フランス官報に掲

載）によりフランスで採択された年金改革は、2023年度の年次財務書類において考慮されている。この改革

の影響は制度の変更とみなされ、営業費用の下で過去勤務費用として認識されている。

2023年12月31日現在、この改革の影響は、プラス2.4百万ユーロであった。

 

区分別の従業員数

（事業に応じた現従業員の平均人数）

 

（従業員の区分） 2023年12月31日 2022年12月31日

マネージャー 1,732 1,692

マネージャー以外の従業員 176 171

平均従業員数合計 1,908 1,863

うち：   

・フランス 1,889 1,844

・海外 19 19

うち：出向中である従業員 109 128

 

注記35　リスク費用

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

引当金繰入額および減損損失 (27) (13)

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1205/1736



貸倒懸念債権に係る減損 - -

その他の引当金繰入額および減損損失 (27) (13)

引当金および減損損失の戻入額 2 29

貸倒懸念債権に係る減損損失の戻入額 - -

その他の引当金および減損損失の戻入額 2 29

引当金および減損損失の変動 (25) 16

減損していない貸倒債権に係る損失 - -

減損した貸倒債権に係る損失 - (27)

条件緩和債権の割引 - -

償却債権の回収額 - -

その他の損失 - -

その他の利益 - -

リスク費用 (25) (11)

 

注記36　固定資産に係る純利益／（損失）

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

金融投資   

減損損失 (63) (288)

長期投資有価証券 - -

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 (63) (288)

減損損失の戻入額 511 399

長期投資有価証券 - -

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 511 399

減損損失／戻入額純額 448 111

長期投資有価証券 - -

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 448 111

売却益 6 55

長期投資有価証券 5 6

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 1 49

売却損 (39) (236)

長期投資有価証券 (37) (3)

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 (2) (233)

株式投資による債権に係る損失 - -

売却益／（損）純額 (33) (181)

長期投資有価証券 (32) 3

子会社および関連会社に対する投資、株式投資およびその他の長期株式投資 (1) (184)

純利益／（損失） 415 (70)

有形固定資産および無形資産   

売却益 - -

売却損 - -

純利益／（損失） - -

固定資産に係る純利益／（損失） 415 (70)

 

注記37　法人所得税

 

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2022年12月31日

法人所得税
(1) 447 341

連結納税制度に基づく税金に対する引当金繰入額純額 (61) (43)

正味残高 386 298

(1) 税務上の利益は主にクレディ・アグリコル・エス・エーが、連結納税グループの代表として、連結納税制度の対象

である子会社から徴収した税金で構成される。
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注記38　非協力的な国々または地域における進出

 

2023年12月31日現在、クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス一般租税法典第238-0-A条の意味す

るところの非協力的な国々または地域に直接的にも間接的にも進出していない。
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有価証券報告書

1534/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1535/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1536/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1537/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1538/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1539/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1540/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1541/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1542/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1543/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1544/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1545/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1546/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1547/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1548/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1549/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1550/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1551/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1552/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1553/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1554/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1555/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1556/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1557/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1558/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1559/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1560/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1561/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1562/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1563/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1564/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1565/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1566/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1567/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1568/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1569/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1570/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1571/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1572/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1573/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1574/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1575/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1576/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1577/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1578/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1579/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1580/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1581/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1582/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1583/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1584/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1585/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1586/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1587/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1588/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1589/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1590/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1591/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1592/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1593/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1594/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1595/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1596/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1597/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1598/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1599/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1600/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1601/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1602/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1603/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1604/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1605/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1606/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1607/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1608/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1609/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1610/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1611/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1612/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1613/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1614/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1615/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1616/1736



 

次へ

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1617/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1618/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1619/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1620/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1621/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1622/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1623/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1624/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1625/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1626/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1627/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1628/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1629/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1630/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1631/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1632/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1633/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1634/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1635/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1636/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1637/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1638/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1639/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1640/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1641/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1642/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1643/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1644/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1645/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1646/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1647/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1648/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1649/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1650/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1651/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1652/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1653/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1654/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1655/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1656/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1657/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1658/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1659/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1660/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1661/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1662/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1663/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1664/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1665/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1666/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1667/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1668/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1669/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1670/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1671/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1672/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1673/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1674/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1675/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1676/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1677/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1678/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1679/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1680/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1681/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1682/1736



EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1683/1736
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２ 【主な資産・負債及び収支の内容】

 

「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－

A.　連結財務書類－(3) 連結財務書類に対する注記」および「第6　経理の状況－1　財務書類－(1) 2024

年12月31日および2023年12月31日に終了した事業年度－B.　クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類

－(2) クレディ・アグリコル・エス・エー財務書類に対する注記」を参照。

 

３ 【その他】

 

(1) 後発事象

2025年4月2日、発行者は以下のプレスリリースを発表した。

欧州中央銀行がクレディ・アグリコル・エス・エーに対し、バンコBPMの株式保有比率を19.9％にまで引

き上げることを許可

 

2024年12月6日付のプレスリリースに加え、クレディ・アグリコル・エス・エーは以下のとおり発表して

いる。

・4月1日、欧州中央銀行はクレディ・アグリコル・エス・エーに対し、適格保有制度に基づき、バンコ

BPM S.p.A.（以下「バンコBPM」という。）の株式資本における10％の基準を超えることを許可し、し

たがって、最大19.9％の株式保有を許可した。

・2024年度第4四半期および2025年度第1四半期において、クレディ・アグリコル・エス・エーは、バン

コBPMの株式に関連する追加の金融商品に投資し、現在、デリバティブを通じてバンコBPMの株式資本

の9.9％に達するポジションを保有している。

・クレディ・アグリコル・エス・エーは、デリバティブのポジションの基礎となるすべてのバンコBPM株

式の現物受渡しに関する権利を行使する意向である
(1)

。その結果、クレディ・アグリコル・エス・

エーは、バンコBPMの株式資本の19.8％を保有することになる。

2024年12月6日付のプレスリリースに記載のとおり、株式保有比率の増加は、バンコBPMの長期投資家お

よびパートナーとしてのクレディ・アグリコルの戦略と一致している。

クレディ・アグリコル・エス・エーは、バンコBPMの株式に対する公募を行う予定はない。

その結果、

・2025年度第1四半期において、バンコBPMの株式資本に関連するデリバティブのポジションの増加がク

レディ・アグリコル・エス・エーのCET1比率に与える影響は限定的である。

・2025年度第2四半期において、クレディ・アグリコル・エス・エーのCET1比率は、バンコBPMの株式保

有比率の増加および金融部門における重要な株式投資の控除に適用される除外基準の超過に関連する

影響の両方により、約20ベーシス・ポイントの減少が見込まれる。

 

(注1)　最後に必要なイタリア銀行からの許可を受け次第。

 

(2) 訴訟

2024年12月31日現在、「第3　事業の状況－1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等－訴訟および

例外的事由」に記載したもの以外に、当行は重要な訴訟に関与していない。

 

４ 【フランスと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

 

ａ．日本基準とIFRSとの連結会計原則の相違
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クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの連結財務書類は、欧州連合が採択したIFRSに準拠して作

成されている。これらは日本において一般に公正妥当と認められた会計原則（以下「日本の会計原則」とい

う。）とは、いくつかの点で異なる。直近期の財務書類に関する主な相違点は以下のとおりである。

 

(1) 連結の範囲

IFRSでは、連結財務書類には、持株会社およびグループによって支配されている会社（一定の特別目的

事業体またはストラクチャード・エンティティを含む。）（すなわち子会社）の財務書類が含まれてい

る。

投資者は、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有し、か

つ、投資先に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合には、投資先を支配

している。

企業が他の企業を支配しているか否かを判断するにあたり、他の企業により保有されている潜在的議決

権を含め、実質的な潜在的議決権の所有およびその影響を考慮している。共同支配企業に対する持分は、

持分法を適用して認識する。クレディ・アグリコル・エス・エーが重要な影響力および共同支配を及ぼす

企業についても、IAS第28号に従い、持分法を適用している。

ただし、一定の要件を満たす投資企業に該当した場合には、上述の連結処理に代え、投資企業が保有す

る投資を公正価値で測定し、その変動を純損益で認識する。

日本では、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」に従い、実質支配力基準により連結

の範囲が決定され、支配を有する会社の財務書類は連結される。他の会社の財務上、営業上または事業上

の意思決定機関を支配している場合には、親会社は当該他の会社に対して支配を有しているといえる。

日本ではまた、特別目的会社については、適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的

会社が発行する証券の所有者に享受させることを目的として設立されており、当該特別目的会社の事業が

その目的に従って遂行されているときは、当該特別目的会社に資産を譲渡した会社から独立しているもの

と認められ、当該特別目的会社に資産を譲渡した会社の子会社に該当しないものと推定される。

共同支配企業は、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に従い、持分法を用いて会計処理

される。

 

(2) 会計方針の統一

IFRSでは、連結財務書類は、類似の状況における同様の取引や事象について、統一的な会計方針を用い

て作成される。グループのメンバーが、類似の状況における同様の取引や事象に関して連結財務書類で採

用している会計方針とは異なるものを使用して財務書類を作成している場合、連結財務書類作成時に適切

な修正が行われる。（IAS第28号、IFRS第10号）

日本では、連結財務書類を作成する場合、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社

および子会社が採用する会計方針は、原則として統一しなければならない。ただし、実務対応報告第18号

「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」により、在外子会社の財務

書類がIFRSまたは米国会計基準（US GAAP）に準拠して作成されている場合、および国内子会社が指定国際

会計基準または修正国際基準に準拠した連結財務書類を作成して金融商品取引法に基づく有価証券報告書

により開示している場合には、一定の項目の修正（のれんの償却、退職給付会計における数理計算上の差

異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理など）を条件に、これを連結財務書類の作成に利用すること

が当面の間認められている。

関連会社についても、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」および実務対応報告第24号「持

分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」において、同一環境下で行われた同一の性質の取引

等について、投資会社および持分法を適用する被投資会社が採用する会計方針は、原則として統一するこ

とと規定されている。ただし、実務対応報告第24号により、在外関連会社および国内関連会社について
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も、実務対応報告第18号で規定される在外子会社および国内子会社に対する当面の取扱いに準じて行うこ

とができる。

 

(3) 企業結合

IFRSでは、IFRS第3号「企業結合」に従い、事業とみなされるためには、取得には、一緒にアウトプット

を創出する能力に著しく寄与するインプットと実質的なプロセスが含まれていなければならない。まだア

ウトプットを創出していない創業期の企業も含めてインプットと実質的なプロセスが存在するかどうかを

評価するためのフレームワークが設けられている。アウトプットを伴わない場合でも事業であるために

は、組織化された労働力が必要である。

また、IFRS第3号において、企業結合は取得法で会計処理することが要求されている。取得者は、被取得

者の支配を獲得した取得日に、のれんとは区別して、取得した識別可能な資産および引き受けた負債を公

正価値で連結財務書類に計上する。取得原価は、取得日の公正価値で測定された移転された対価および被

取得企業の全ての非支配持分の総計により測定される。発生した取得関連コストは費用処理される。

日本では、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に従い、「事業」とは、企業活動を行う

ために組織化され、有機的一体として機能する経営資源をいい、「企業結合」とは、ある企業またはある

企業を構成する事業と他の企業または他の企業を構成する事業とが1つの報告単位に統合されることと定義

されている。企業結合は原則としてパーチェス法により会計処理され、企業結合の対価は取得日の時価で

測定される。外部のアドバイザー等に支払った特定の報酬・手数料等の取引関連費用は、発生時の事業年

度の費用として処理される。

 

(4) のれんの当初認識と非支配持分の測定方法

IFRSでは、取得企業は、次の(a)が(b)を超過する額として測定される取得日時点ののれんを認識する。

(a) 次の総計

(ⅰ)通常、取得日における公正価値による測定が要求される移転された対価

(ⅱ)下記に従って測定された被取得企業のすべての非支配持分の金額

(ⅲ) 段階的に実施される企業結合の場合には，取得企業が以前に保有していた被取得企業の資本持分

の取得日における公正価値

(b) 取得した識別可能な資産および引き受けた負債の取得日における正味の金額

IFRS第3号では、非支配持分の測定について次の2つの方法のうちいずれかの方法の選択適用が認められ

ている。

(ⅰ)非支配持分を取得日に公正価値により測定する（いわゆる、全部のれんアプローチ）。

(ⅱ)非支配持分を取得した識別可能な純資産に対する比例持分割合相当額により測定する（いわゆる、

購入のれんアプローチ）。

日本では、のれんは取得原価が取得した資産または引き受けた負債に配分された純額を超過する額とし

て算定される（いわゆる、購入のれんアプローチ）。子会社の資産および負債は支配獲得日における時価

により測定され、非支配株主持分は支配獲得日における純資産の時価の非支配株主持分割合相当額で計上

される（いわゆる、全面時価評価法）。

企業会計基準第5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」に基づき、非支配株主持分は純

資産の部に計上される。企業会計基準第22号に基づき、当期純利益には非支配株主に帰属する部分も含

め、当期純利益に非支配株主に帰属する当期純利益を加減して、親会社株主に帰属する当期純利益を表示

する。

 

(5) のれんの償却

IFRSでは、のれんは、年1回もしくは事象や状況の変化が減損の可能性を示唆する場合はより頻繁に、減

損テストが実施されるが、償却されない。（IAS第36号）
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日本では、企業会計基準第21号に従い、のれんは20年以内のその効果が及ぶ期間にわたり定額法その他

の合理的方法により償却され、必要に応じて減損処理の対象となる。

 

(6) 段階取得

IFRSでは、段階取得による企業結合の場合、取得企業は取得前に保有していた被取得企業に対する持分

を取得日の公正価値により再評価し、再評価差額は純損益またはその他の包括利益で認識する。さらに、

取得企業が被取得企業への持分の価値の変動をその他包括利益に認識していた場合には、その認識額につ

いては取得企業が従来から保有していた持分を直接処分する場合に求められる会計処理と同じ基準により

認識される。

日本では、企業会計基準第21号に従い、連結財務書類上、支配を獲得するに至った取引のすべてについ

て、企業結合日の時価で取得原価を測定する。当該取得原価と、支配獲得までの個々の取引の原価合計と

の差額は損益として計上する。

非支配持分の測定については、「のれんの当初認識と非支配持分の測定方法」を参照のこと。

 

(7) 金融商品の分類および測定

（金融資産）

IFRSでは、金融資産の管理に関する企業の事業モデルおよび、金融資産の契約条件により、元本および

元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが所定の日に生じるという特性（以下「SPPI

要件」という。）に基づき、原則として下記（a）～（c）のいずれかの事後測定が行われる金融資産に分

類される（IFRS第9号「金融商品」）。

（a）償却原価測定

契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルの中で

保有し、かつSPPI要件を満たす金融資産

（b）その他の包括利益（以下「OCI」という。）を通じて公正価値で測定（以下「FVOCI」という。）

契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方を目的とする事業モデルの中で保有し、かつSPPI要件

を満たす金融資産

（c）純損益を通じて公正価値で測定（以下「FVPL」という。）

上記（a）または（b）以外の金融資産。これらの金融商品は、売買目的保有金融資産または売却を主目

的とする金融資産で構成されるポートフォリオに分類される。

 

上記の原則的分類に対し、下記の2つの例外が認められている：

-公正価値オプション

会計上のミスマッチを除去または大幅に低減することとなる場合には、当初認識時に金融資産をFVPL 測

定するという取消不能の指定が可能である。

- OCIオプション

純損益を通じて公正価値で測定される資本性金融商品に対する投資について、当初認識時に公正価値の

事後の変動をOCIに表示するという取消不能の選択を行うことが可能。ただし、投資の売却時において、累

積されたOCIを当期の損益に計上すること（以下「リサイクリング」という。）は認められない。

 

（金融負債）

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債、一定の金融保証契約、公正価値オプションの指定を行っ

た金融負債等の例外を除き、償却原価により事後測定する金融負債に分類される（IFRS第9号「金融商

品」）。

公正価値オプションを適用した金融負債について、自己の信用リスクの変動に起因する公正価値の変動

はその他の包括利益に表示しなければならない。ただし、この処理が純損益における会計上のミスマッチ
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を創出または拡大する場合は、負債の信用リスクの変動の影響を含む全ての利得または損失を純損益に表

示しなければならない。

預金および貯蓄は償却原価で分類および測定される。

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、金融資産および金融負債は以下

のように測定される。

-売買目的有価証券は、時価で測定し、時価の変動は損益認識される。

-個別財務書類においては、子会社株式および関連会社株式は、取得原価で計上される。

-満期保有目的の債券は取得原価または償却原価で測定される。

- 売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式および関連会社株式以外の有価証券（その他有

価証券）は、時価で測定し、時価の変動額は、純資産に計上され、売却、減損あるいは回収時に損益

計算書へ計上される。

-市場価格のない株式等は取得原価をもって計上する。

-貸付金および債権は取得原価または償却原価で測定される。

-金融負債は債務額で測定される。ただし社債については償却原価法で評価される。

- IFRSで認められる公正価値オプションに関する会計基準はない。

金融商品の時価の算定方法に関する詳細なガイダンスおよび開示に関して企業会計基準第30号「時価の

算定に関する会計基準」および企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」

が適用されている。

 

(8) 金融資産の減損

IFRSでは、償却原価測定およびFVOCI測定の金融資産、IFRS第15号に基づく取引により発生した契約資

産、IFRS第16号において規定されるリース債権、純損益を通じて公正価値で測定しないローン・コミット

メント、ならびに金融保証契約に係る予想信用損失に対して、損失評価引当金を認識する（IFRS第9号「金

融商品」）。

各報告日において、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該

金融商品に係る損失評価引当金を12ヶ月の予想信用損失の金額で測定する（ステージ1）。金融商品に係る

信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、企業は残存期間にわたる予想信用損失を認識

する（ステージ2）。金融資産について、見積将来キャッシュ・フローに悪影響を及ぼすような債務不履行

事由が1つ以上発生して信用減損金融資産となった場合、企業は残存期間にわたる予想信用損失を認識する

とともに、損失評価引当金調整後の金額に対して実効金利を適用する（ステージ3）。その後、信用減損金

融資産ではなくなり、かつ、その改善を信用減損金融資産となった後に発生した事象に客観的に関連付け

ることができる場合、当該金融商品はステージ2に再分類され、その後、もはや金融商品に係る信用リスク

が当初認識以降に著しく増大している状態に該当しない場合にはステージ1に再分類される。

金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているかどうかを判定するにあたっては、予

想信用損失の金額の変動ではなく、当該金融商品の予想存続期間にわたる債務不履行発生リスクの変動を

用いて行う。

予想信用損失を測定する際に考慮すべき最長の期間は、企業が信用リスクにさらされる最長の契約期間

（延長オプションの行使による期間を含む。）を使う。

使用部分と未使用部分を含む金融商品について、予想信用損失は、契約上の通知期間ではなく、企業が

信用リスクにさらされる期間にわたり測定される。

金融商品の予想信用損失は、下記を反映する方法で見積もる。

(a) 一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される偏りのない確率加重金額

(b) 貨幣の時間価値を反映する方法
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(c) 過去の事象、現在の状況および将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや

労力を掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

日本では、企業会計基準第10号に従い、債権の貸倒見積高は、債務者の財政状態および経営成績等に応

じて、「一般債権」、「貸倒懸念債権」、「破産更生債権等」に区分し、それぞれに応じて定められた方

法により算定する。

満期保有目的の債券、子会社株式および関連会社株式ならびにその他有価証券のうち、市場価格のない

株式等以外のものについて時価が著しく下落したときは、回復する見込があると認められる場合を除き、

時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の損失として処理しなければならない。市場価格のな

い株式等については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下した場合には、相当の減額

をし、評価差額は当期の損失として処理する。

減損損失の額は当期純損益に認識される。減損損失の戻入は認められない。

 

(9) 金融資産の認識の中止

IFRSでは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅し、または、金融資産

が譲渡され、かつ、その譲渡が認識の中止の要件を満たす場合、金融資産の認識は中止される。譲渡にお

いては、報告企業は、(a)資産のキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を移転すること、または(b)資

産のキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を保持するが、そのキャッシュ・フローを第三者に支払う

契約上の義務を引受けること（一定の要件を満たす場合）、のいずれかが要求される。譲渡が行われた

後、会社は、譲渡した資産の所有に係るリスクおよび経済価値をどの程度保持しているかを評価する。実

質的に全てのリスクおよび経済価値を保持している場合は、その資産は引続き貸借対照表に計上される。

実質的に全てのリスクおよび経済価値が移転された場合は、当該資産の認識は中止される。実質的に全て

のリスクおよび経済価値が保持も移転もされない場合は、会社はその資産に対する支配を引続き保持して

いるかどうかについて評価をする。支配を保持していない場合は、当該資産の認識は中止される。一方、

会社が当該資産に対する支配を保持している場合、継続的関与の範囲に応じて、引続きその資産の認識を

継続することとなる。（IFRS第9号）

日本では、企業会計基準第10号に従い、金融資産の財務構成要素ごとに、契約上の権利に対する支配が

第三者に移転しているかどうかの判断に基づいて、当該金融資産の認識の中止がなされる。

 

(10) 金融商品の分類変更

IFRSでは、当初分類の決定後は、分類変更は、企業が金融資産の管理に関する事業モデルを変更した場

合にのみ、認められる。金融資産を分類変更する場合には、企業は分類変更日から将来に向かって分類変

更を適用しなければならない。

金融負債については、分類変更してはならない。

日本では、売買目的有価証券またはその他有価証券から満期保有目的の債券への分類変更は一般に認め

られず、売買目的有価証券からその他有価証券への分類変更については、限られた状況においてのみ認め

られている（企業の経営者が外部の事業環境の変化または経営管理方針の変更によりトレーディング業務

の廃止を決定した場合には、当該企業は売買目的として分類した有価証券をすべてその他有価証券に分類

変更することができる。）。

 

(11) ヘッジ会計

IAS第39号に基づき、下記のタイプのヘッジ関係が認められている。

公正価値ヘッジ－公正価値ヘッジにおいては、ヘッジ手段の利得または損失は純損益に認識される。

ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に関する利得または損失は純損益に認識され、ヘッジ対象の帳

簿価額が調整される。
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キャッシュ・フロー・ヘッジ－デリバティブ金融商品が、認識された資産もしくは負債または発生の可

能性の高い予定取引からのキャッシュ・フローの変動のヘッジとして指定される場合、デリバティブの価

値の変動は、ヘッジの有効部分については個別の勘定を通じてその他の包括利益に認識され、最終的な非

有効部分はすべて純損益に認識される。その他の包括利益に認識されたデリバティブに係る利得または損

失は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが発生した時点で純損益に再分類される。

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ－在外営業活動体に対する純投資をヘッジしている場合、有効

なヘッジと判断されるヘッジ手段から生じる為替換算差額は、その他の包括利益に認識される。非有効部

分については、純損益に認識される。

なお、ヘッジ会計中止の例外規定として、法律や規制により、デリバティブ（ヘッジ手段として文書化

されている場合）のカウンターパーティが、CCP（中央清算機関）に変更された場合は、既存のヘッジ会計

の継続が認められる（改訂IAS第39号）。

IFRS第9号では、ヘッジ会計についてIAS第39号を継続適用することも認められている。当グループは、

IFRS第9号のヘッジ会計に関する部分を適用せずIAS第39号を継続適用している。

日本では、企業会計基準第10号に従い、デリバティブ取引について、会計基準により定められたヘッジ

会計の要件を満たす場合には、原則として、「繰延ヘッジ会計」（時価評価されているヘッジ手段に係る

損益または評価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰り延べる方法）を

適用する。ただし、その他有価証券をヘッジ対象とするヘッジ取引については、「時価ヘッジ会計」

（ヘッジ対象である資産または負債に係る相場変動等の損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間

に認識する。）を適用することもできる。

 

(12) リース

IFRSでは、IFRS第16号「リース」に基づき、借手のリース取引について、リースの対象である資産が利

用可能になった日に貸借対照表に認識される。借手は、使用権資産とともに負債側にリース負債を計上

し、使用権資産は契約の見積期間にわたり当該資産を使用する権利、またリース負債は同期間にわたる

リース料の支払義務を表す。リース負債は、リースの計算利子率が容易に算定できる場合は、リース料を

当該利子率で割り引いた現在価値で表す。リースの計算利子率が容易に算定できない場合には、追加借入

利子率が使用される。リース開始日以降、使用権資産は減価償却され、リース負債に係る支払利息は損益

計算書に認識される。また、借手はIAS第36号「資産の減損」を適用して、使用権資産が減損しているかど

うかを判定する。

借手は、短期リース（当初の期間が12ヶ月以内）およびリースの対象である資産の新品である時点での

価値が少額であるリースについて、貸借対照表に認識せず、対応するリース料を定額法で損益計算書に計

上する処理ができる。

日本では、企業会計基準第13号に基づき、借手のリース取引はファイナンス・リースおよびオペレー

ティング・リースに分類され、ファイナンス・リース取引は、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処

理を行い、オペレーティング・リース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う。

ファイナンス・リース取引とは、解約不能かつフルペイアウトの要件を満たすものをいい、ファイナン

ス・リース取引に該当するかどうかについてはその経済的実質に基づいて判断すべきものであるが、解約

不能リース期間が、リース物件の経済的耐用年数の概ね75％以上または解約不能のリース期間中のリース

料総額の現在価値が、リース物件を借手が現金で購入するものと仮定した場合の合理的見積金額の概ね

90％以上のいずれかに該当する場合は、ファイナンス・リースと判定され、通常の売買取引に係る方法に

準じて、リース物件およびこれに係る債務をリース資産およびリース債務として借手の財務書類に計上す

る。オペレーティング・リースでは支払リース料をリース期間にわたって費用計上する。また、借手は、

以下のリース取引は、賃貸借処理できる。
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・リース期間が1年以内のファイナンス・リース取引

・重要性が乏しい減価償却資産について、購入時に費用処理する方法が採用されている場合で、リース料

総額が、重要性が乏しい減価償却資産に適用した基準額以下のリース取引

・所有権移転外ファイナンス・リースで、企業の事業内容に照らして重要性の乏しい、リース契約1件当た

りのリース料総額が300万円以下のリース取引

日本においては、2024年９月13日に企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」が公表された。当

該基準では、IFRSと同様に、借手のリース取引をファイナンス・リース又はオペレーティング・リースに

分類するのではなく、借手のすべてのリース取引について使用権資産およびリース負債が計上され、使用

権資産から減価償却費が、リース負債から利息費用が計上されることになる。当該基準は、2027年４月１

日以降開始する事業年度から適用され、早期適用も認められている。

 

(13) 退職後給付

IFRSでは、IAS第19号は、確定給付制度について、確定給付債務（DBO）の現在価値と制度資産の公正価

値の差額として算定される確定給付負債純額を貸借対照表に全額計上することを要求している。数理計算

上の差異を含む確定給付負債純額の再測定は、発生時にその他の包括利益で認識し、その後の期間におい

て純損益に振り替えてはならない。過去勤務費用は、費用として即時認識されなければならない。

日本においても、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」に従い、連結財務書類において

は、年金資産控除後の退職給付債務の全額が貸借対照表に計上されている。過去勤務費用および数理計算

上の差異の発生額のうちその期に費用処理されない部分は、貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上

される。これらはその後の期間にわたって費用処理され、当期純利益を構成する。

 

(14) 有給休暇引当金

IFRSでは、改訂IAS第19号「従業員給付」に従って、有給休暇引当金を計上することが要求されている。

日本においては、該当する規定はない。

 

(15) 無形資産および有形固定資産の減損

IFRSでは、各報告日において当該報告企業は、有形固定資産または無形資産の減損の兆候の有無につい

て評価する。そのような兆候が存在する場合、企業は当該資産の回収可能価額および減損損失を見積も

る。のれんについては、年1回および減損の兆候がある場合はいつでも、減損テストが実施される。無形資

産（のれんを除く。）または有形固定資産に係る減損損失の戻入は、回復の都度、増加した帳簿価額が減

損損失計上前の帳簿価額を超えない範囲で認識される。なお、のれんに係る減損損失の戻入は行われな

い。（IAS第36号）

日本では、「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、資産の減損の兆候が認められ、かつ割引前将来

キャッシュ・フローの総額（20年を超えない合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回ると見積られる場

合において、回収可能価額（正味売却価額と使用価値（継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込

まれる将来キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い方の金額）と帳簿価額の差額を減損損失とし

て認識する。減損損失の戻入は認められない。

 

(16) 引当金の計上基準

IFRSでは、引当金は、以下の要件すべてを満たす場合に認識しなければならない。

-企業が過去の事象の結果として現在の債務（法的または推定的）を有している。

-当該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高い。

-当該債務の金額について信頼性のある見積りができる。

貨幣の時間価値による影響が重要な場合には、引当金額は債務の決済に必要と見込まれる支出の現在価

値としなければならない。
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日本では、以下の全てを満たす場合に引当金を認識しなければならない。

-将来の特定の費用または損失に関連している。

-その発生が当期以前の事象に起因する。

-発生の可能性が高い。

-その金額を合理的に見積ることができる。

日本において、引当金の割引計算について該当する基準はない。資産除去債務は割引価値で算定する。

割引率は、貨幣の時間的価値を反映した税引前のリスクフリーレートである。

 

(17) コミットメントおよび実行手数料

IFRSでは、IFRS第9号「金融商品」に従い、市場金利を下回る金利で貸付金を提供するコミットメント

は、当初公正価値で認識される。かかるローン・コミットメントは、当初認識後は、公正価値で測定する

ものを除き、(i)「IFRS第9号の減損の定めに従って算定した損失評価引当金の金額」(未使用のローン・コ

ミットメントに係る信用損失は、ローン・コミットメントの保有者が貸付を受けた場合に企業が返済を受

け取るべき契約上のキャッシュ・フローと、実際に受け取ると見込んでいるキャッシュ・フローの差額の

現在価値により測定する。)と、(ii)「当初認識額からIFRS第15号の原則に従って収益に認識された累計額

を控除した額」のいずれか大きい額で測定される。

かかる場合、ディスカウントは、銀行業務純益に影響を与える支払利息を表す勘定における貸付金（名

目価額から差し引かれる。）に関して認識される。かかるディスカウントは、後に貸付金の実効金利に組

み込まれ、市場価格に反映される。

日本では、ローン・コミットメントの未実行残高を注記し、手数料は発生主義に基づき、当期に対応す

る部分を純損益に計上する。

 

(18) 金融保証

IFRSでは、IFRS第9号「金融商品」に従い、金融保証契約については公正価値で当初認識し、IFRS第9号

の減損規定に従って算定した損失評価引当金の金額と、当初認識額からIFRS第15号「顧客との契約から生

じる収益」に基づき認識された収益の累計額を控除した金額とのいずれか高い方の金額で事後測定する。

日本では、金融資産または金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より時価

で貸借対照表に計上することは求められていない。銀行の場合には、第三者に対して負う保証債務は偶発

債務として額面金額を支払承諾勘定に計上し、同時に銀行が顧客から得る求償権を偶発債権として支払承

諾見返勘定に計上し、貸倒見積高の算定対象としている。

 

(19) 保険契約の特徴

IFRS第17号「保険契約」は、当該基準の範囲に含まれる保険契約の認識、測定、表示及び開示に関する

原則を定めている。

(a)IFRS第17号は、保険契約は金融商品とサービス契約の両方の要素を組み合わせたものであると捉えて

いる。

(b)IFRS第17号は、多くの保険契約は長期間にわたり相当な変動性を伴うキャッシュ・フローを生成する

という考えに基づき、これらの要素に関して有用な情報を提供するために以下のようなアプローチを

する。

(ⅰ)将来キャッシュ･フローを現在価値で測定することと、契約に基づいてサービスが提供される期

間にわたって利益を認識することとを組み合わせる。

(ⅱ)保険サービス損益（保険収益の表示を含む）を保険金融収益または費用と区分して表示する。

(ⅲ)すべての保険金融収益または費用を純損益に認識するのか、それとも当該収益または費用の一部

をその他の包括利益に認識するのかの会計方針の選択を、企業がポートフォリオのレベルで行うこ

とを要求する。
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日本においては、保険契約の会計処理を取り扱う会計基準はなく、金融商品に該当すれば「金融商品会

計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号、以下「金融商品会計に関する実

務指針」という。）により会計処理することになる。一方保険業には「保険業法で定められた会計」とし

ての保険会計が適用される。保険業とは、「人の生存または死亡に関し一定額の保険金を支払うことを約

し保険料を収受する保険、一定の偶然の事故によって生ずることのある損害をてん補することを約し保険

料を収受する保険その他の保険で、第3条第4項各号または第5項各号に掲げるものの引受けを行う事業をい

う。」とされている。

 

(20) 保険契約の定義

IFRSにおいて、保険契約とは、一方の当事者（発行者）が、他方の当事者（保険契約者）から、所定の

不確実な将来事象（保険事故）が保険契約者に不利な影響を与えた場合に保険契約者に補償することに同

意することにより、重大な保険リスクを引き受ける契約である。再保険契約とは、ある企業（再保険者）

が他の企業に対し、当該他の企業が発行した1つまたは複数の保険契約（基礎となる保険契約）から生じる

保険金について補償するために発行する保険契約である。

IFRS第17号においては、直接連動有配当保険契約および直接連動有配当保険契約以外の保険契約があ

る。

日本においては、保険契約とは、保険契約、共済契約その他いかなる名称であるかを問わず、当事者の

一方が一定の事由が生じたことを条件として財産上の給付（生命保険契約及び傷害疾病定額保険契約に

あっては、金銭の支払に限る。）を行うことを約し、相手方がこれに対して当該一定の事由の発生の可能

性に応じたものとして保険料（共済掛金を含む。）を支払うことを約する契約をいう。

 

(21) 保険契約の範囲

IFRS第17号においては、以下のものに適用しなければならない。

(a)当該企業が発行する保険契約（再保険契約を含む）

(b)当該企業が保有する再保険契約

(c)当該企業が発行する裁量権付有配当投資契約（企業が保険契約も発行する場合）

日本においては、以下の保険契約が保険会計の範囲である。

- 損害保険契約－保険契約のうち、保険者が一定の偶然の事故によって生ずることのある損害をてん補

することを約するものをいう。

- 傷害疾病損害保険契約－損害保険契約のうち、保険者が人の傷害疾病によって生ずることのある損害

（当該傷害疾病が生じた者が受けるものに限る。）をてん補することを約するものをいう。

- 生命保険契約－保険契約のうち、保険者が人の生存または死亡に関し一定の保険給付を行うことを約

するもの（傷害疾病定額保険契約に該当するものを除く。）をいう。

- 傷害疾病定額保険契約－保険契約のうち、保険者が人の傷害疾病に基づき一定の保険給付を行うこと

を約するものをいう。

 

(22) 保険契約の測定

IFRSにおいては、IFRS第17号の適用範囲に含まれる契約は、3つのモデルを用いて測定される。

- 一般モデルまたはビルディング・ブロック・アプローチ（BBA、Building Block Approach）モデル：

デフォルトの測定モデルである。

- 変動手数料アプローチ（VFA、Variable Fee Approach）モデル：直接連動有配当保険契約に強制的に

適用される。

- 保険料配分アプローチ（PAA、Premium Allocation Approach）モデル：一定の基準を満たした場合に

選択できる単純化されたモデルである。
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日本においては、保険会社は、毎決算期において、保険契約に基づく将来における債務の履行に備える

ため、責任準備金・支払備金を積み立てなければならない。

 

ｂ．日本とフランスとの単体の会計原則の相違（フランスの単体の会計原則に係るもの）

当行の個別財務書類は、フランスの金融機関が適用している会計原則に従って作成されている。これらは

日本の会計原則とは、いくつかの点で異なる。直近期の財務書類に関する主な相違点は以下のとおりであ

る。

 

(1) 資産の減損

フランスの会計原則では、貸付金および債権に関して、延滞貸付金は、借手が契約条件の一部またはす

べてを遵守しないリスクがあると銀行が考えているような貸付金として定義される。これは、(a)1回また

はそれ以上の約定返済の不履行期間が3ヶ月（モーゲージ・ローンおよび不動産リースの場合は6ヶ月、地

方自治体に対する貸付金の場合は9ヶ月）超の貸付金、(b)不履行の有無に関わらず借手の財政状態にリス

クが認められる貸付金や、(c)法的手続が既に開始されている貸付金が該当する。特定の貸付金が延滞貸付

金に分類された場合、当該貸付金の債務者に対するその他のあらゆる貸付金およびコミットメントは、自

動的に同じ分類となる。正常貸出金については、信用リスクの減損の算定に適用する規定を、原則として

IFRSに基づく連結財務書類において適用されるものと一致させ、信用リスク引当金の計上に関し予想損失

の見積もりに関するIFRS第9号のアプローチと整合させている。

フランスの会計原則では、償却可能な固定資産については、決算日時点で潜在的な減損の兆候がないか

どうかを確認するため、減損テストを行う。非償却資産については、毎年減損テストが行われる。減損の

兆候がある場合には、新たな回収可能額と帳簿価額を比較する。資産の減損が発見された場合、減損損失

が損益計算書で認識される。この損失は、見積回収可能額に変更があった場合、あるいは減損の兆候がな

くなった場合に戻入が行われる。

フランスの会計原則に基づく資産の使用価値は、日本の会計原則における割引後将来キャッシュ・フ

ローと類似している。また、資産の公正価値の最善の証拠は、(a)拘束力のある売買契約における価格、

(b)市場価格、(c)決算日現在、取引の知識がある自発的な当事者の間で独立第三者間取引による資産の売

却から得られる金額について、事業体が入手することのできる最善の情報とされている。一度認識された

減損損失は、その後当該資産（のれんを除く。）の減損の理由が存在しなくなったか減少した場合には、

戻し入れられる。

日本では、企業会計基準第10号に従い、債権の貸倒見積高は、債務者の財政状態および経営成績等に応

じて、「一般債権」、「貸倒懸念債権」、「破産更生債権等」に区分し、それぞれに応じて定められた方

法により算定する。売買目的以外の有価証券のうち時価があるものについて、時価が著しく下落した場合

に、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損損失が認識され、当該資産の帳簿価額は時価ま

で減額される。減損損失の額は当期純損益に認識される。減損損失の戻入は認められない。

日本の会計原則では、固定資産の減損に関する会計基準として、「固定資産の減損に係る会計基準」が

適用されている。当該基準では、長期性資産の割引前見積将来キャッシュ・フローが帳簿価額より低い場

合に、当該帳簿価額と回収可能価額の差額が減損損失として計上される。減損損失の戻入は禁止されてい

る。

 

(2) 有価証券

フランスの会計原則では、「有価証券」という用語は、(a)銀行間市場で取引される有価証券、(b)財務

省証券や譲渡性預金、(c)債券およびその他の固定利付証券（固定金利であるか変動金利であるかを問わな

い。）、ならびに(d)株式およびその他の変動利付証券を意味する。

CRC規則第2005-01号の適用により、有価証券は以下のとおり分類される。

(ⅰ)「トレーディング勘定の有価証券」
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このカテゴリーには、短期間で売却するか買戻すことを目的に売買する有価証券や、マーケット・

メイキング取引の結果として保有している有価証券が含まれる。これらの有価証券は、活発な市場で

取引可能であり、かつ市場価格が正常な競争環境で定期的に行われる実際の取引の価格を反映してい

る場合、直近の市場価格で評価される。これら有価証券の市場価格の変動は、損益計算書に認識され

る。

(ⅱ)「売却可能有価証券」

このカテゴリーには、その他のカテゴリーのいずれにも分類されない有価証券が含まれる。株式、

債券およびその他の固定利付証券は、取得原価（未収利息を除く。）と、推定市場価値（通常、株式

市場価格に基づき決定される。）の低価法で評価される。

(ⅲ)「中期的に売却可能な持分証券」は、長期的な利益獲得を念頭においた発行体の事業開発への投資

ではなく、中期的な利益獲得を念頭に置いたポートフォリオ管理を目的とする投資で構成される。こ

れらの有価証券は、取得原価と公正価値との低価法で個別に計上される。

(ⅳ)「満期保有目的負債証券」は、既定の満期がある固定利付証券（主に債券、銀行間市場で取引され

る有価証券、財務省証券やその他譲渡性預金）のうち、満期まで保有するという当行の意思があるも

のに関連している。これらの有価証券の取得原価と償還価格の差額は、利息法を用いて損益計算書に

認識される。貸借対照表では、当該証券の残存期間にわたり、当該証券の帳簿価額がその償還価額ま

で償却される。

(ⅴ)「長期投資目的で保有される持分証券」は、当行が、発行体の経営に積極的に参加することではな

く、発行体と特別な関係を築くことにより長期的な事業関係の構築を促進することを意図しながら、

長期的視点で十分な利益を獲得することを目的に長期保有する意図を持っているような株式および関

連商品である。この種の有価証券は、取得原価と公正価値との低価法で個別に計上される。

(ⅵ)「子会社および関連会社への投資」は、当行の経営に対する重要な影響力を持っている関連会社に

対する投資や、当行の事業開発上戦略的と考えられる投資を含む。当該影響力は、当行が少なくとも

10％の所有持分を保有している場合に存在するものとみなされる。この種の有価証券は、取得原価と

公正価値との低価法で個別に計上される。

信用リスクが生じた場合、「売却可能」または「満期保有目的」のポートフォリオ内で保有する固定利

付証券は、貸付金および債権またはコミットメントに適用される基準と同じ基準に基づき、延滞貸付金に

分類される。取引先リスクにさらされている有価証券が延滞貸付金に分類され、関連引当金の額を個別に

特定できる場合、対応する費用は「リスク費用」に含まれる。

日本の会計原則では、有価証券は経営者の保有目的およびその能力により以下のように分類および会計

処理される。

(a)売買目的有価証券

時価の変動により利益を得ることを目的として保有される有価証券。時価で計上され、評価差額は当

期の損益として計上される。

(b)満期保有目的の債券

満期まで保有する積極的な意思とその能力に基づいて、満期までの保有が見込まれる債券。取得原価

又は償却原価法に基づいて算定された価額で計上される。

(c)子会社株式および関連会社株式

個別財務書類においては、子会社株式および関連会社株式は、取得原価で計上される。

(d)その他有価証券

上記のいずれにも分類されない有価証券。市場価格のない株式等については取得原価をもって貸借対

照価額とする、著しい時価の下落が生じた場合には、有価証券の帳簿価額は時価まで減額され、かかる

評価差額は当期の損失として処理される。市場価格のない株式等に含まれないものについては、時価を

もって貸借対照表価額とする。
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金融商品の時価の算定方法に関する詳細なガイダンスおよび開示に関して企業会計基準第30号「時価

の算定に関する会計基準」および企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指

針」が適用されている。

 

(3) 自己株式

フランスの会計原則では、自己株式は資産として計上され、必要に応じて引当金の設定対象となる。従

業員割当を目的として取得された自己株式は、市場価格に基づく減損の対象とはならない。

日本の会計原則では、自己株式は取得原価により、純資産の部の株主資本の末尾に自己株式として一括

して控除する形式で表示される。

 

(4) 年金およびその他の退職後給付

フランスの会計原則では、数理計算上の差異について即時認識している。（ANC意見書2013-02）

日本の会計原則では、個別財務書類において、未認識数理計算上の差異のうち、原則として平均残存勤

務期間以内の一定の年数で按分した額が毎期費用処理され、貸借対照表上で認識される。

 

(5) リスクおよび費用引当金

フランスの会計原則では、銀行取引と無関係な項目に対する当該引当金は、以下の場合に限り計上でき

る。

-期末日において第三者に対する債務を有している場合

-第三者へ経済的資源を提供しなければならない可能性が高い場合

-かつ見返りとして提供物と同等の経済的便益を当該第三者から得られる見込みがない場合

日本の会計原則では、将来の特定の費用または損失について、その発生が当期以前の事象に起因し、発

生の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合に、当期の負担に属する金額を当期の

費用または損失として引当金に繰り入れる。

 

(6) 法人所得税の会計処理

フランスの会計原則では、繰延税金資産および負債の計上は選択可能であるが、当期税金は認識する必

要がある。当行は個別財務書類では、繰延税金資産および負債の計上の選択はしておらず、当期税金のみ

を計上している。

日本の会計原則では、税金費用は税引前利益に基づいて計上され、個別財務書類と連結財務書類の両方

において繰延税金の計上が行われる。
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第７ 【外国為替相場の推移】
 

日本円とユーロとの間の為替相場は、最近5年間の事業年度において、2紙以上の日刊新聞紙に掲載されて

いるため、本項の記載を省略する。

 
第８ 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】
 

1．日本における株式事務等の概要

(1) 日本における株式の名義書換取扱場所および株主名簿管理人

日本においては、株式の名義書換取扱場所および株主名簿管理人は存在しない。

 

(2) 株主に対する特典

該当事項なし。

 

(3) 株式の譲渡制限

一般的には該当事項なし。

 

(4) その他株式事務に関する事項

(a) 決算期

12月31日

(b) 株主総会

株主総会は、本社または招集通知において指定されるその他の場所で開催される。

(c) 登録

当行の株式は、法律により定められる条件に従い株主口座に登録される。当行の株式は、口座間で振

り替えることができる。

(d) 基準日

事業年度末において、所有する株式がその名義で少なくとも2年間登録されており、かつ当該事業年度

の配当が支払われる日現在もその名義で登録されていることを証明する資料を提出した普通株式の株主

は、登録されている普通株式に対する増配を受ける資格を有する。

(e) 株券に関する手数料

該当事項なし。

 

2．日本における株主の権利行使に関する手続等

(1) 株主の議決権行使に関する手続

すべての株主は、保有する株式の数にかかわらず、法律および定款で定められた条件に従い、総会の2営

業日前の深夜12時（パリ時間）までに株式が自己の名義または株主の代理として登録された仲介機関の名

義で当該株式が登録されていることを条件として、その身分および株式の所有を証明することにより、本

人または代理人により株主総会に出席する権利を有する。

- 記名式株式の保有者は、その保有する株式を当行の株主名簿により管理される記名式株式口座に登録

しなければならない。

- 無記名式株式の保有者は、その保有する株式を承認仲介機関の無記名式株式口座に預託するものとす

る。かかる登録または申請は、仲介機関が作成する株式保有証明書または適用があれば電子形式によ

り証明される。
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普通株式の株主が本人または代理人により株主総会に出席できない場合、当該株主は、適用される法令

に従い、以下の2つの方法のいずれかにより参加することができる。

・遠隔投票による方法

・当行宛に代理人の記載のない委任状を郵送する方法

フランス居住者ではない当行の株主は、株主の代理として登録され、株式を管理する一般的な権限を与

えられている仲介機関によって口座に登録し、総会においてはかかる仲介機関が株主を代表することがで

きる。ただし、口座を開設した場合、仲介機関は適用される法令に従い、第三者を代表して株式を保有す

る仲介機関としての資格を当行または口座名義人である金融仲介機関に届け出なければならない。

総会の招集通知に掲載される取締役会の決定があれば、株主は、有効な法令に従い、ビデオ会議または

インターネットを含むその他の電気通信もしくは遠隔通信手段により総会に参加することができる。

 

(2) 配当請求等に関する手続

当行は、すべての受取配当額を、配当支払日に当行株式を保有する株主の口座に振り込むものとする。

 

(3) 株式の譲渡に関する手続

日本における株主は、開設された口座間の帳簿振替により当行株式に係る権限を譲渡することができ

る。

 

(4) 配当等に関する課税上の取扱い

(a) 配当

実質株主に対する配当は、日本の税法上配当所得となる。

日本の居住者たる個人が日本国内の支払の取扱者を通じて支払を受ける配当については、フランスに

おいて当該配当の支払の際に徴収されたフランスの国または地方公共団体の源泉徴収税額があるとき

は、この額を控除した後の金額に対して、①2014年1月1日から2037年12月31日までに支払を受ける配当

については20.315％（所得税15.315％、住民税5％）および②2038年1月1日以後に支払を受ける配当につ

いては20％（所得税15％、住民税5％）の税率による源泉徴収が行われる。総合課税または申告分離課税

のいずれかを選択して確定申告をすることができるが、申告分離課税を選択した場合の税率は、源泉徴

収税率と同一である。日本の法人が日本国内の支払の取扱者を通じて支払を受ける配当については、①

2014年1月1日から2037年12月31日までに支払を受ける場合には15.315％および②2038年1月1日以後に支

払を受ける場合には15％の税率による所得税の源泉徴収が行われる。

フランスにおいて徴収された税金は、日本の税法の規定に従い、外国税額控除の対象となる場合があ

る。

(b) 売買損益

当行株式の日本における売買に基づく損益についての課税は、日本の会社の株式の売買損益課税と同

様である。

(c) 相続税

当行株式を相続しまたは遺贈を受けた日本の実質株主には、日本の相続税法に基づき相続税が課せら

れるが、外国税額控除が認められる場合がある。

 

(5) その他

該当事項なし。

 
第９ 【提出会社の参考情報】
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１ 【提出会社の親会社等の情報】

 

該当事項なし。

 

２ 【その他の参考情報】

 

当行は、当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日の間において、金融商品取引法第25条第1項各

号に掲げる下記の書類を関東財務局長に提出している。

 

書　類 提出日

  

発行登録書 2024年4月5日

有価証券報告書 2024年5月28日

発行登録追補書類 2024年5月30日

臨時報告書（企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第1項

および同条第2項第1号の規定に基づく）
2024年6月17日

有価証券届出書 2024年6月17日

2024年4月5日付発行登録書の訂正発行登録書 2024年6月17日

2024年6月17日付有価証券届出書の訂正届出書 2024年6月27日

2024年6月17日付臨時報告書の訂正報告書 2024年6月28日

2024年6月17日付臨時報告書の訂正報告書 2024年9月2日

半期報告書 2024年9月27日

2024年5月28日付有価証券報告書の訂正報告書 2025年1月8日

2024年9月27日付半期報告書の訂正報告書 2025年1月8日

2024年4月5日付発行登録書の訂正発行登録書 2025年1月8日

発行登録追補書類 2025年1月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項なし。
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連結財務書類に対する法定監査人の監査報告書

 

（2024年12月31日終了事業年度）

 

　これは、フランス語で発行されたクレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類に関する法定監査人

の監査報告書の日本語訳であり、日本語圏の読者の便宜のためにのみ提供されるものである。

　法定監査人の本監査報告書には、法定監査人の選任に関する情報または経営報告書および株主に提示され

たその他の文書に記載されたクレディ・アグリコル・エス・エー・グループに関する情報の検証等の欧州規

則およびフランス法によって要求されている情報が含まれている。

　本報告書は、フランス法およびフランスにおいて適用される専門的監査基準と共に、かつそれらに準拠し

て解釈されるものとする。

 

株主総会御中

クレディ・アグリコル・エス・エー

セデックス、モンルージュ、92127、合衆国広場 12番地

 

監査意見

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーの株主総会における委任に従い、2024年12月31日終了事業

年度に係る添付のクレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類について監査を行った。

　私たちは、連結財務書類が、欧州連合が採択している国際財務報告基準に準拠して、クレディ・アグリコ

ル・エス・エー・グループの2024年12月31日現在の資産・負債および財政状態ならびに同日に終了した事業

年度の経営成績について、真実かつ公正な概観を与えているものと認める。

　上述の監査意見は、監査委員会に対する私たちの報告と一致している。

 

監査意見の根拠

監査の枠組み

　私たちは、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して監査を実施した。私たちは、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　これらの基準に基づく私たちの責任は、本報告書の「連結財務書類監査に対する法定監査人の責任」の中

に詳述されている。

 

独立性

　私たちは、2024年1月1日から私たちの報告書の日付までの期間にわたり、フランス商法（Code de

commerce）および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）の独立性規定に準拠して

監査業務を実施し、特に規則（EU）第537/2014号の第5条第1項または法定監査人に対するフランスの倫理規

範（Code de déontologie）に記載され、禁止されている非監査業務は一切提供していない。

 

評価の正当性 - 監査上の主要な検討事項

　私たちの評価の正当性について、フランス商法（Code de commerce）の第L.821-53条および第R.821-180条

の規定に従い、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の連結財務書類監査で最も重要で

あった重要な虚偽表示リスクに関する監査上の主要な検討事項、およびそれらのリスクについて私たちがど

のように対応したかについて報告する。
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　これらの事項は、連結財務書類全体に対する私たちの監査およびかかる監査意見の形成に際して対応され

たものであり、私たちは、連結財務書類の中の特定の項目に対して個別の意見を表明するものではない。

 

正常貸出金および債務不履行貸出金に係る信用リスクおよび予想損失の見積り

リスクの内容

　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、IFRS第9号に基づき正常貸出金（ステージ1および2）お

よび債務不履行貸出金（ステージ3）に係る予想信用損失（ECL）について損失評価引当金を認識している。

　特に経済的および地政学的な不確実性の影響を依然として受けている環境下において、かかる損失評価引

当金の決定には重要な判断を要することから、私たちは以下の主な事業体およびリスクセグメントにおける

それらの見積りを、監査上の主要な検討事項であると判断した。

・　クレディ・アグリコル・CIB：正常貸出金（ステージ1およびステージ2）およびすべての債務不履行貸出

金（ステージ3）の損失評価引当金。これは、回収不能リスクを示すエクスポージャーの識別が複雑であ

ることおよび回収フローを見積るために必要な判断の程度を踏まえたものである。

・　リテール・バンキング：特にフランスおよびイタリアにおけるコーポレートおよび専門のセグメントに

対するステージ1、2および3に分類される貸出金の損失評価引当金

・　クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティ：フランスおよびイタリアに

おけるステージ1、2および3に分類される貸出金の損失評価引当金

 

　2024年12月31日現在、すべての適格エクスポージャー（クレディ・アグリコル内部取引を除く。）に関連

する予想信用損失に対する損失評価引当金は、11.6十億ユーロであり、その内訳は、以下のとおりである。

・　正常貸出金に対する4.6十億ユーロ（ステージ1に分類される1.6十億ユーロおよびステージ2に分類され

る3.0十億ユーロ）の損失評価引当金

・　債務不履行貸出金に対する7.0十億ユーロ（ステージ3）の損失評価引当金

　連結財務書類に対する注記1.2および3.1を参照。

 

リスクに対する監査上の対応

　私たちは、リスク管理部門が貸出金の分類（ステージ1、2または3）および損失評価引当金の計上額の測定

に実施した手続を検証した。

　私たちは、経済的および地政学的な不確実性を考慮するために用いられた手法、損失評価引当金の算定に

用いられたマクロ経済予測および関連する財務情報を検証した。

　私たちは、主な事業体が実施した、年に1回行われるポートフォリオ・レビュー、信用格付の更新、マクロ

経済の状況の影響を受けたセクターの識別、正常貸出金または債務不履行貸出金の識別ならびに損失評価引

当金の測定について、私たちが統制上の要点であると判断した内部統制を対象にテストを行った。

　私たちはまた、正常貸出金および債務不履行貸出金の監視を担当する、クレディ・アグリコル・エス・

エー・グループの主な事業体の専門委員会の主な調査結果ならびに監督当局からの勧告も査閲した。

　ステージ1および2に分類される貸出金の減損について、私たちは以下の手続を行った。

・　用いられた経済シナリオ、損失評価引当金の算定および測定のための様々なインプット情報、また、算

定モデルの評価のために専門家を利用した。私たちは、特に経済的および地政学的な影響を考慮するた

めに行われた調整について分析を行った。

・　当初認識時からの信用リスクの著しい増大の識別にリスク管理部門が用いた手法および適用された会計

処理を検証した。
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・　損失評価引当金の算定に用いられたデータの移行に関連して私たちが重要な統制上の要点であると考え

た統制またはその算定に用いられた仮定と会計上の記録との照合のテストを行った。

・　試査による損失評価引当金の独立した算定の実施、算定額と計上額との比較および必要に応じて経営者

が行った調整の検証を行った。

・　不確実な経済的および地政学的な環境により大きな打撃を受けたセクターに焦点を当てて、クレディ・

アグリコル・CIBの貸出金について経営者が悲観的な見通しで実施した分析を評価した。

　ステージ3に分類された貸出金に関して個別に算定された評価調整について、私たちは以下の手続を行っ

た。

・　クレディ・アグリコル・CIBについて：

－　信用が著しく毀損した取引相手先について用いられた見積りを検証した。

－　信用が毀損したまたは毀損していない取引相手先のサンプルに基づき、（特に担保価値を考慮に入れ

た）予想キャッシュ・インフローの評価に用いられた主な仮定の基礎となる要因を検証した。

・　クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス・アンド・モビリティについて、損失評価引当金の

算定に用いられたデータと経営者のITシステムにおいて入手可能なデータを比較し、またサンプルに基

づいて、統計的な見積りに用いられた過去データの質をテストした。

　私たちは、連結財務書類に対する注記に記載された信用リスクに関する開示について検証した。

 

のれんの減損

リスクの内容

　のれんの減損テストは、減損の客観的な兆候がある場合にはいつでも、ない場合にも少なくとも年に1回行

われる。これらのテストは、各資金生成単位（CGU）の帳簿価額と、公正価値から売却コストを差し引いた価

値と使用価値のいずれか高い方の金額として定義される回収可能価額の比較に基づいている。

　使用価値は、事業運営上各事業体の経営者が決定した3年間の財務予測に2年間分を推計して追加した、CGU

により生成される見積将来キャッシュ･フローを割り引いて決定される。

　私たちは、のれんの減損は監査上の主要な検討事項であると判断した。減損テストには、特に経済的およ

び地政学的な不確実性を踏まえた財務予測および割引率の決定に用いられる主要な仮定に関して、経営者の

判断が必要となる。

　使用価値と帳簿価額との差額、過去の実績および経営者が用いた仮定に対する使用価値の感応度を考慮

し、私たちは、フランス国内リテール・バンキング－LCLのCGUに対して実施されたテストに特に注意を払っ

た。

 

　2024年12月31日現在、貸借対照表に計上されたのれんは16.3十億ユーロである。連結財務書類に対する注

記1.2および6.14を参照。

 

リスクに対する監査上の対応

　私たちは、のれんの減損の必要性を評価するためにクレディ・アグリコル・エス・エー・グループが実施

したプロセスについて理解した。

　私たち監査チームは、評価の専門家を利用して、割引率および永久成長率の決定に用いられた仮定ならび

に割引キャッシュ・フローの算定に用いられたモデルを評価した。

　私たちは、サンプルに基づき計算のテストを行い、割引率等の主な仮定を外部の情報源と比較した。

　私たちは、以下を実施すべく、該当する各事業体の経営者が作成し、モデルに用いられた財務予測を検証

した。
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・　事業体またはサブグループのガバナンス機関（取締役会または監督委員会）に提示された財務予測と整

合性が取れているか、また潜在的な調整に正当性があるかを確認する。

・　継続価値の決定を含む、主な基礎となる仮定を評価する。これらの仮定は、経済的および地政学的な不

確実性、過去の財務予測および過年度における実績を考慮して評価された。

・　一部の仮定（割引率、リスク費用、費用収益比率）に対する使用価値の感応度分析を実施する。

　私たちはまた、連結財務書類に対する注記に記載された、これらの減損テストの結果および様々な測定イ

ンプットに対する感応度の水準に関する開示についても検証した。

 

規制、法務および税務訴訟に対する引当金の評価

リスクの内容

　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループは、フランス国内および国外の様々な機関からの訴訟手

続、情報の提供要請、調査、統制およびその他の規制上または法的性質を有する手続の対象となっている。

　様々な税務調査もまたフランスおよびクレディ・アグリコル・エス・エー・グループが事業を行う一部の

国（ドイツを含む。）において進行中である。

　手続の結果または特定の税務上の取扱いの不確実性を評価することは困難であることから、引当金または

債権の認識およびその計上額の決定には、その性質上判断を要する。

　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループへの財務的リスクおよび結果を予想する際に経営者の判断

が重要であるため、規制、法務および税務訴訟に対する引当金の評価は、監査上の主要な検討事項である。

 

　2024年12月31日現在の調査、情報の提供要請および特定の規制当局による措置ならびに主要な税務調査に

ついては、連結財務書類に対する注記1.2、6.9および6.15に記載されている。

 

リスクに対する監査上の対応

　私たちは、経営者、特にクレディ・アグリコル・エス・エーおよびその主要な子会社の経営者の法務、税

務および法令遵守部門との四半期ごとの質問を通じて、これらの規制上および法的性質を有する手続ならび

に税務上の不確実性から生じるリスクならびに引当金または債権（該当する場合）を評価するために経営者

が実施したプロセスについて理解した。

　私たちの監査には、特に以下が含まれた。

・　入手可能な情報（クレディ・アグリコル・エス・エーおよびクレディ・アグリコル・エス・エー・グ

ループの主要な事業体の法務、法令遵守もしくは税務部門または外部アドバイザーが作成した文書、規

制当局からの書簡および法務リスク委員会の議事録等）に基づく、引当金または見積回収額の決定に用

いられた仮定を検証した。

・　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの法務アドバイザーの分析および結果、ならびに私たち

の確認要請への回答を査閲した。

・　特に税務リスクについて、私たちの税務専門家と共に、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ

が関連当局に提出した回答およびクレディ・アグリコル・エス・エー・グループが実施したリスク評価

を検証した。

・　上記を踏まえた引当金または見積回収額の水準を評価した。

　最後に、私たちは、連結財務書類に対する注記に記載された関連の開示について検証した。

 

レベル3に分類された、クレディ・アグリコル・CIBの特定の金融資産および金融負債の測定

リスクの内容
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　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの大口顧客事業部門において、クレディ・アグリコル・CIB

は、企業、金融機関および大口発行者向けにデリバティブ金融商品の組成、構築、販売およびトレーディン

グを行っている。さらに、クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの海外および国内の顧客向けの負

債性金融商品（一部は「ハイブリッド」債）の発行は、クレディ・アグリコル・CIBの中長期にわたるリファ

イナンスの管理に寄与している。

・　売買目的で保有されるデリバティブ金融商品は、貸借対照表上、純損益を通じて公正価値で測定されて

計上される。

・　発行済みの「ハイブリッド」債は、公正価値オプションにより純損益を通じて測定する金融負債として

認識される。

　これらの金融商品は、その評価に重要な観察不能な市場インプットの使用を要する場合は、レベル3に分類

される。かかる商品の公正価値ヒエラルキーのレベルごとの分類および測定は、特に以下について経営者の

判断を要する。

・　評価インプットの観察可能性のマッピングの定義

・　内部の標準的でない評価モデルの使用

・　観察可能な市場データによる裏付けがないインプットの評価

・　モデル、使用されたインプットまたはカウンターパーティー・リスクおよび流動性リスクの不確実性を

考慮するように設計された評価調整の評価

　不確実な経済環境を考慮し、私たちはレベル3に分類されるクレディ･アグリコル・CIBの金融資産および金

融負債の評価は、専門家の判断ならびに評価に用いられるモデルの多様性および複雑性から、監査上の主要

な検討事項であると判断した。

 

　資産のうち、クレディ･アグリコル・CIBのデリバティブ金融商品は、クレディ・アグリコル・エス・

エー・グループの貸借対照表上公正価値で測定する金融資産として計上され、そのうち、レベル3は2024年12

月31日現在、34.7十億ユーロである。

　負債のうち、クレディ･アグリコル・CIBのデリバティブ金融商品および発行済みの仕組債は、クレディ・

アグリコル・エス・エー・グループの貸借対照表上公正価値で測定する金融負債として計上され、そのう

ち、レベル3は2024年12月31日現在、25.7十億ユーロである。

　連結財務書類に対する注記1.2、6.2および11.2を参照。

 

リスクに対する監査上の対応

　私たちは、クレディ・アグリコル・CIBが、レベル3に分類されるデリバティブ金融商品および発行済みの

仕組債の識別、測定および認識のために実施したプロセスならびに統制について理解した。

　私たちは、以下の検証を行った。

・　観察可能性のマッピングの検証、測定インプットの独立した検証および評価モデルの内部承認の査閲等

の私たちが重要な統制上の要点と考え、またクレディ・アグリコル・CIBのリスク管理部門によって実施

された統制を検証した。

・　評価調整の計上プロセスおよび金融商品の会計上の分類についても検証した。

　金融商品の評価における監査チームの専門家を利用して、私たちは独立した評価を実施し、クレディ・ア

グリコル・CIBが行った評価を分析し、使用された仮定、インプット、手法およびモデルを検証した。特に、

私たちは当事業年度中に実施された観察可能性のマッピングの進展に関する文書を検証した。

　私たちはまた、認識された主な評価調整について評価し、追加証拠金および金融商品の処分損益に見られ

る主な差異について経営者が正当とした理由についても評価した。
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保険契約負債の測定

リスクの内容

　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループの保険部門において、保険契約負債はIFRS第17号に基づき

計上されている。

　これらの負債の測定は、保険契約者に対する契約上の債務を履行するために必要な将来キャッシュ・フ

ローの割引価値の最善の見積額の決定、金額の不確実性をカバーするためにクレディ・アグリコル・エス・

エー・グループが用いる信頼水準に基づいて行われる非財務リスクの調整（保険料配分アプローチ）および

クレディ・アグリコル・エス・エー・グループが保険契約のサービスを提供するにつれて利益として認識す

る未稼得利益に相当する契約上のサービス・マージン（一般モデルおよび変動手数料アプローチ）に基づい

ている。

　基礎となる様々な仮定（長期的なコミットメント期間、保険契約者の行動、割引率等）、専門家の判断の

割合の大きさおよび使用される保険数理計算の複雑性に対する上述の保険負債の感応度を考慮し、私たち

は、保険契約負債の測定は監査上の主要な検討事項であると判断した。

 

　2024年12月31日現在、負債に計上されている保険契約は362.9十億ユーロであった。

　連結財務書類に対する注記1.2および5.3を参照。

 

リスクに対する監査上の対応

　主な保険負債について、私たちは、保険数理専門家を利用して、以下の手続を実施した。

・　保険負債の決定プロセス、保険契約に基づく保険契約者に対する契約上の債務を履行するために必要な

将来キャッシュ・フローの割引価値の最善の見積り、ならびに技術データの処理および当該データの会

計システムへのインプットに用いられる情報システムに関連する内部統制環境を理解した。

・　これらの引当金の測定のためにクレディ・アグリコル・エス・エー・グループがIFRS第17号の原則に基

づき適用した手法を評価した。

・　情報システムの内部統制環境を含め、経営者が用いた手法、判断および仮定に関連する保険負債の測定

プロセスにおいて私たちが重要であると判断した統制をテストした。

・　割引将来キャッシュ・フローの見積り、非財務リスクの調整および契約上のサービス・マージンを決定

する際に使用された主要な手法、仮定、基礎データおよび重要な保険数理パラメータをサンプルに基づ

きテストした。

・　使用された割引率曲線の適切性を評価した。

・　特定の保険負債の見積将来キャッシュ･フローについて独立した再計算を行った。

・　連結財務書類に対する注記に記載された開示の適切性を評価した。

 

特定の検証

　私たちはまた、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して、法律および規則により要求され

ている、取締役会の経営報告書に記載されているクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの情報につ

いて特定の検証を実施した。

　その公正な表示および連結財務書類との整合性について、私たちが報告すべき事項はない。

 

その他の法的および規制上の要件に関する報告

年次財務報告書に含まれる連結財務書類の表示形式
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　私たちはまた、欧州の単一の電子形式で表示される年次連結財務書類に関して法定監査人が実施する手続

に関してフランスにおいて適用される専門的基準に従って、最高経営責任者の責任において作成された、フ

ランス通貨金融法典（Code monétaire et financier）の第L.451-1-2条第I項に言及される年次財務報告書に

含まれる連結財務書類の表示が2018年12月17日付の欧州委任規則第2019/815号に定義される単一の電子形式

に準拠していることを検証した。連結財務書類に関連するため、私たちの監査にはこれらの連結財務書類の

タグ付けが上述の委任規則に定義される形式に準拠していることの検証が含まれる。

　私たちは、私たちが実施した監査に基づき、年次財務報告書に含まれるべき連結財務書類の表示が、すべ

ての重要な点において欧州の単一の電子形式に準拠していると結論付ける。

 

法定監査人の選任

　プライスウォーターハウスクーパース　オーディットについては2004年5月19日に行われた年次株主総会、

フォーヴィス マザー エスアーについては2024年5月22日に行われた年次株主総会において、クレディ・アグ

リコル・エス・エーの法定監査人に選任された。

　2024年12月31日現在、プライスウォーターハウスクーパース　オーディットの継続関与年数は21年目、

フォーヴィス マザー エスアーは1年目である。

 

連結財務書類に対する経営者および統治責任者の責任

　経営者は、欧州連合が採択した国際財務報告基準に準拠する連結財務書類の作成および公正な表示ならび

に不正または誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務書類を作成するために経営者が必要と判断する内部

統制に対して責任を負っている。

　連結財務書類を作成するに当たり、経営者はクレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続す

る能力を評価すること、該当する場合には継続企業に関する必要事項を開示すること、およびクレディ・ア

グリコル・エス・エーの清算または事業停止の見込みがある場合を除き、継続企業を前提として会計処理を

行うことに責任を負っている。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセス、内部統制とリスク管理体制の有効性に加え、必要に応じて、会

計・財務報告手続に関する内部監査の監視を行うことにある。

　本連結財務書類は、取締役会によって承認された。

 

連結財務書類監査に対する法定監査人の責任

目的および監査アプローチ

　私たちの役割は、連結財務書類に関する監査報告書を発行することである。私たちの目的は、連結財務書

類に、全体として重要な虚偽表示がないかどうかについて、合理的な保証を得ることである。合理的な保証

とは、高い水準の保証であるが、専門的監査基準に準拠して行われた監査が、すべての重要な虚偽表示を常

に発見することを保証（guarantee）するものではない。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性が

あり、個別にまたは集計すると、当該連結財務書類の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

　フランス商法（Code de commerce）の第L.821-55条に定められるとおり、私たちの法定監査はクレディ・

アグリコル・エス・エーの存続性または業務の経営の質に関する保証は含まない。

　フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して実施した監査の一環として、法定監査人は監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、さらに以下の手続も行った。

・　不正または誤謬による連結財務書類中の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した

監査手続を立案、実施し、監査意見の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重要
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な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くな

る。これは、不正には共謀、文書の偽造、取引等の記録からの意図的な除外、虚偽の陳述または内部統

制の無効化が伴うためである。

・　状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これは

内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。

・　連結財務書類において採用された会計方針の適切性ならびに経営者によって行われた会計上の見積りお

よび関連する開示の合理性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として会計処理を行うことが適切であるかどうか、また入手した監査証拠に基

づき、クレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続する能力に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象または状況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて評価する。この評価は、監査報

告書の日付までに入手した監査証拠に基づいて行われる。しかし、将来の状況または事象により、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが継続企業として存続できなくなる可能性がある。法定監査人は、重要

な不確実性が存在するという結論を下した場合、監査報告書において、連結財務書類の関連する開示に

注意を喚起すること、または当該開示が行われていないもしくは適切でない場合には、除外事項付意見

を表明することが求められる。

・　全体としての連結財務書類の表示を評価し、財務書類が基礎となる取引や事象を適正に表示しているか

どうかを評価する。

・　連結財務書類に関する意見を表明するために、連結の範囲に含まれるクレディ・アグリコル・エス・

エー・グループ内の事業体または事業活動の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。法

定監査人は、連結財務書類監査の管理、監督および実施に加え、これらの連結財務書類に関して表明す

る監査意見に対して責任を負う。

 

監査委員会への報告

　私たちは、特に、監査範囲および実施した監査計画の記載ならびに私たちの監査結果が含まれている報告

書を監査委員会に提出する。私たちは、会計処理および財務報告の手続に関して識別された内部統制の重要

な不備についても、もしあれば報告を行う。

　監査委員会に対する私たちの報告には、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の連結

財務書類監査で最も重要な虚偽表示リスクが含まれており、それらは本監査報告書の中で記載が求められて

いる監査上の主要な検討事項となっている。

　私たちはまた、監査委員会に対し、特にフランス商法（Code de commerce）の第L.821-27条から第L.821-

34条の条項および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）において記載されてい

る、フランスでの適用規則に則った私たちの独立性を確認し、規則（EU）第537/2014号第6条で定められてい

る宣言書を提出する。私たちは、独立性に影響を及ぼすと合理的に考えられるリスクやそれに関連するセー

フガードについて、必要に応じて監査委員会と協議を行う。

 

ヌイイ・シュール・セーヌおよびパリ・ラ・デファンス　2025年3月24日

法定監査人

プライスウォーターハウスクーパース

オーディット
 フォーヴィス マザー エスアー

アニエス・ユセール バラ・ナイジャ  エルヴェ・エリアス ジャン・ラトルゼフ
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連結財務書類に対する法定監査人の監査報告書

 

（2023年12月31日終了事業年度）

 

　これは、フランス語で発行されたクレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類に関する法定監査人

の監査報告書の日本語訳であり、日本語圏の読者の便宜のためにのみ提供されるものである。

　法定監査人の本監査報告書には、法定監査人の選任に関する情報または経営者報告書および株主に提示さ

れたその他の文書に記載されたクレディ・アグリコル・エス・エー・グループに関する情報の検証等の欧州

規則およびフランス法によって要求されている情報が含まれている。

　本報告書は、フランス法およびフランスにおいて適用される専門的監査基準と共に、かつそれらに準拠し

て解釈されるものとする。

 

株主総会御中

クレディ・アグリコル・エス・エー

セデックス、モンルージュ、92127、合衆国広場 12番地

 

監査意見

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーの株主総会における委任に従い、2023年12月31日終了事業

年度に係る添付のクレディ・アグリコル・エス・エーの連結財務書類について監査を行った。

　私たちは、連結財務書類が、欧州連合が採択している国際財務報告基準（IFRS）に準拠して、クレディ・

アグリコル・エス・エー・グループの2023年12月31日現在の資産・負債および財政状態ならびに同日に終了

した事業年度の経営成績について、真実かつ公正な概観を与えているものと認める。

　上述の監査意見は、監査委員会に対する私たちの報告と一致している。

 

監査意見の根拠

監査の枠組み

　私たちは、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して監査を実施した。私たちは、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　これらの基準に基づく私たちの責任は、本報告書の「連結財務書類監査に対する法定監査人の責任」の中

に詳述されている。

 

独立性

　私たちは、2023年1月1日から私たちの報告書の日付までの期間にわたり、フランス商法（Code de

commerce）および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）の独立性規定に準拠して

監査業務を実施し、特に規則（EU）第537/2014号の第5条第1項または法定監査人に対するフランスの倫理規

範（Code de déontologie）に記載され、禁止されている非監査業務は一切提供していない。

 

強調事項

　注記1.1「適用された基準および比較可能性」、注記1.2「会計方針および会計原則」および注記12「会計

基準の変更およびその他の事象の影響」ならびに当該変更の影響に関する定量化された数値が示されている

財務書類に対する他の注記に記載されているとおり、2023年1月1日以降、IFRS第17号「保険契約」の適用に

より会計処理方法が変更されている。当該事項は私たちの意見に影響を及ぼすものではない。
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評価の正当性 - 監査上の主要な検討事項

　私たちの評価の正当性について、フランス商法（Code de commerce）の第L.821-53条および第R.821-180条

の規定に従い、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の連結財務書類監査で最も重要で

あった重要な虚偽表示リスクに関する監査上の主要な検討事項、およびそれらのリスクについて私たちがど

のように対応したかについて報告する。

　これらの事項は、連結財務書類全体に対する私たちの監査およびかかる監査意見の形成に際して対応され

たものであり、私たちは、連結財務書類の中の特定の項目に対して個別の意見を表明するものではない。
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正常貸出金および債務不履行貸出金に係る信用リスクおよび予想損失の見積り

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応
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　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ

は、IFRS第9号に基づき正常貸出金（ステージ1お

よび2）および債務不履行貸出金（ステージ3）に

係る予想信用損失（ECL）について損失評価引当金

を認識している。

　ウクライナ戦争に関連する重大な不確実性が依

然として存在する中、インフレと金利上昇も相

まって、かかる損失評価引当金の決定に要する判

断の重要性を考慮し、私たちはこれらの見積り

が、以下の主な事業体およびリスクセグメントに

おいて監査上の主要な検討事項であると判断し

た。

・　クレディ・アグリコル・CIB：不確実な経済環

境、回収不能リスクを示すエクスポージャー

の識別が複雑であることおよび回収フローを

見積るために必要な判断の程度を踏まえた、

エネルギーおよび自動車セクターならびにロ

シアにおける正常貸出金（ステージ1およびス

テージ2）およびすべての債務不履行貸出金

（ステージ3）の損失評価引当金

・　リテール・バンキング：特にフランスおよび

イタリアにおけるコーポレートおよび専門の

セグメントに対するステージ1、2および3に分

類される貸出金の損失評価引当金

・　クレディ・アグリコル・コンシューマー・

ファイナンス：フランスおよびイタリアにお

けるステージ1、2および3に分類される貸出金

の損失評価引当金

 

　2023年12月31日現在、すべての適格エクスポー

ジャー（クレディ・アグリコル内部取引を除

く。）に関連する予想信用損失に対する損失評価

引当金は、11.2十億ユーロであり、その内訳は、

以下のとおりである。

・　正常貸出金に対する4.3十億ユーロ（ステージ

1に分類される1.4十億ユーロおよびステージ2

に分類される2.9十億ユーロ）の損失評価引当

金

・　債務不履行貸出金に対する6.9十億ユーロ（ス

テージ3）の損失評価引当金

　連結財務書類に対する注記1.2および3.1を参

照。

　私たちは、リスク管理部門が貸出金の分類（ス

テージ1、2または3）および損失評価引当金の計上

額の測定に実施した手続を検証した。

　私たちは、ウクライナの戦争、インフレおよび

金利の上昇の状況を考慮するために用いられた手

法、損失評価引当金の算定に用いられたマクロ経

済予測および関連する財務情報を検証した。

　私たちは、主な事業体が実施した、年に1回行わ

れるポートフォリオ・レビュー、信用格付の更

新、マクロ経済の状況の影響を受けたセクターの

識別、正常貸出金または債務不履行貸出金の識別

ならびに損失評価引当金の測定について、私たち

が統制上の要点であると判断した内部統制を対象

にテストを行った。私たちはまた、正常貸出金お

よび債務不履行貸出金の監視を担当する、クレ

ディ・アグリコル・エス・エー・グループの主な

事業体の専門委員会の主な調査結果ならびに監督

当局からの勧告も査閲した。

　ステージ1および2に分類される貸出金の減損に

ついて、私たちは以下の手続を行った。

・　用いられた経済シナリオ、損失評価引当金の

算定および測定のための様々なインプット情

報、また、算定モデルの評価のために専門家

を利用した。私たちは、特にインフレの影響

を考慮するために行われた調整について分析

を行った。

・　当初認識時からの信用リスクの著しい増大の

識別にリスク管理部門が用いた手法および適

用された会計処理を検証した。

・　損失評価引当金の算定に用いられたデータの

移行に関連して私たちが重要な統制上の要点

であると考えた統制またはその算定に用いら

れた仮定と会計上の記録との照合のテストを

行った。

・　試査による損失評価引当金の独立した算定の

実施、算定額と計上額との比較および必要に

応じて経営者が行った調整の検証を行った。

・　不確実な経済環境により大きな打撃を受けた

セクターに焦点を当てて、クレディ・アグリ

コル・CIBの貸出金について経営者が悲観的な

見通しで実施した分析を評価した。
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　ステージ3に分類された貸出金に関して個別に算

定された評価調整について、私たちは以下の手続

を行った。

・　クレディ・アグリコル・CIBについて：

－　信用が著しく毀損した取引相手先について

用いられた見積りを検証した。

－　信用が毀損したまたは毀損していない取引

相手先のサンプルに基づき、（特に担保価

値を考慮に入れた）予想キャッシュ・イン

フローの評価に用いられた主な仮定の基礎

となる要因を検証した。

・　クレディ・アグリコル・コンシューマー・

ファイナンスについて、損失評価引当金の算

定に用いられたデータと経営者のITシステム

において入手可能なデータを比較し、またサ

ンプルに基づいて、統計的な見積りに用いら

れた過去データの質をテストした。

　最後に、私たちは、連結財務書類に対する注記

に記載された信用リスクに関する開示について検

証した。

 

のれんの測定を誤るリスク

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応
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　のれんの減損テストは、減損の客観的な兆候が

ある場合にはいつでも、ない場合にも少なくとも

年に1回行われる。これらのテストは、各資金生成

単位（CGU）の帳簿価額と、公正価値から売却コス

トを差し引いた価値と使用価値のいずれか高い方

の金額として定義される回収可能価額の比較に基

づいている。

　使用価値は、事業運営上各事業体の経営者が決

定した3年間の財務予測に2年間分を推計して追加

した、CGUにより生成される見積将来キャッシュ･

フローを割り引いて決定される。

　減損テストには、特にウクライナの戦争に加え

て、インフレおよび金利の上昇の状況を踏まえた

財務予測および割引率の決定に用いられる主要な

仮定に関して、経営者の判断が必要となるため、

私たちは、のれんの測定は監査上の主要な検討事

項であると判断した。

　使用価値と帳簿価額との差額、過去の実績およ

び経営者が用いた仮定に対する使用価値の感応度

を考慮し、私たちは、フランス国内リテール・バ

ンキング－LCLおよび国際リテール・バンキング－

イタリアのCGUに対して実施されたテストに特に注

意を払った。

 

　2023年12月31日現在、貸借対照表に計上された

のれんは15.9十億ユーロである。連結財務書類に

対する注記1.2および6.15を参照。

　私たちは、のれんの減損の必要性を評価するた

めにクレディ・アグリコル・エス・エー・グルー

プが実施したプロセスについて理解した。

　私たち監査チームは、評価の専門家を利用し

て、割引率および永久成長率の決定に用いられた

仮定ならびに割引キャッシュ・フローの算定に用

いられたモデルを評価した。

　私たちは、サンプルに基づき計算のテストを行

い、割引率等の主な仮定を外部の情報源と比較し

た。

　私たちは、以下を実施すべく、該当する各事業

体の経営者が作成し、モデルに用いられた財務予

測を検証した。

・　事業体またはサブグループのガバナンス機関

（取締役会または監督委員会）に提示された

財務予測と整合性が取れているか、また潜在

的な調整に正当性があるかを確認する。

・　継続価値の決定を含む、主な基礎となる仮定

を評価する。これらの仮定は、インフレ環境

および金利の上昇、過去の財務予測および過

年度における実績を考慮して評価された。

・　一部の仮定（割引率、リスク費用、費用収益

比率）に対する使用価値の感応度分析を実施

する。

　私たちはまた、連結財務書類に対する注記に記

載された、これらの減損テストの結果および様々

な測定インプットに対する感応度の水準に関する

開示についても検証した。

 

規制、法務および税務訴訟に対する引当金の評価

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応
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　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ

は、フランス国内および国外の様々な機関からの

訴訟手続、情報の提供要請、調査、統制およびそ

の他の規制上または法的性質を有する手続の対象

となっている。

　様々な税務調査もまたフランスおよびクレ

ディ・アグリコル・エス・エー・グループが事業

を行う一部の国（ドイツを含む。）において進行

中である。

　手続の結果または特定の税務上の取扱いの不確

実性を評価することは困難であることから、引当

金または債権の認識およびその計上額の決定に

は、その性質上判断を要する。

　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ

への財務的リスクおよび結果を予想する際に経営

者の判断が重要であるため、法務、税務および法

令遵守に関するリスクの評価は、監査上の主要な

検討事項である。

 

　2023年12月31日現在の調査、情報の提供要請お

よび特定の規制当局による措置ならびに主要な税

務調査については、連結財務書類に対する注記

1.2、6.9および6.16に記載されている。

　私たちは、経営者、特にクレディ・アグリコ

ル・エス・エーおよびその主要な子会社の経営者

の法務、税務および法令遵守部門との四半期ごと

の質問を通じて、これらの規制上および法的性質

を有する手続ならびに税務上の不確実性から生じ

るリスクならびに引当金または債権（該当する場

合）を評価するために経営者が実施したプロセス

について理解した。

　私たちの監査には、特に以下が含まれた。

・　入手可能な情報（クレディ・アグリコル・エ

ス・エーおよびクレディ・アグリコル・エ

ス・エー・グループの主要な事業体の法務も

しくは税務部門または外部アドバイザーが作

成した文書、規制当局からの書簡および法務

リスク委員会の議事録等）に基づく、引当金

または見積回収額の決定に用いられた仮定を

検証した。

・　クレディ・アグリコル・エス・エー・グルー

プの法務アドバイザーの分析および結果、な

らびに私たちの確認要請への回答を査閲し

た。

・　特に税務リスクについて、私たちの税務専門

家と共に、クレディ・アグリコル・エス・

エー・グループが関連当局に提出した回答お

よびクレディ・アグリコル・エス・エー・グ

ループが実施したリスク評価を検証した。

・　上記を踏まえた引当金または見積回収額の水

準を評価した。

　最後に、私たちは、連結財務書類に対する注記

に記載された関連の開示について検証した。

 

レベル3に分類された、クレディ・アグリコル・CIBの特定の金融資産および金融負債の測定

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応
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　クレディ・アグリコル・エス・エー・グループ

の大口顧客事業部門において、クレディ・アグリ

コル・CIBは、企業、金融機関および大口発行者向

けにデリバティブ金融商品の組成、構築、販売お

よびトレーディングを行っている。さらに、クレ

ディ・アグリコル・エス・エー・グループの海外

および国内の顧客向けの負債性金融商品（一部は

「ハイブリッド」債）の発行は、クレディ・アグ

リコル・CIBの中長期にわたるリファイナンスの管

理に寄与している。

・　売買目的で保有されるデリバティブ金融商品

は、貸借対照表上、純損益を通じて公正価値

で測定されて計上される。

・　発行済みの「ハイブリッド」債は、公正価値

オプションにより純損益を通じて測定する金

融負債として認識される。

　これらの金融商品は、その評価に重要な観察不

能な市場インプットの使用を要する場合は、レベ

ル3に分類される。かかる商品の公正価値ヒエラル

キーのレベルごとの分類および測定は、特に以下

について経営者の判断を要する。

・　評価インプットの観察可能性のマッピングの

定義

・　内部の標準的でない評価モデルの使用

・　観察可能な市場データによる裏付けがないイ

ンプットの評価

・　モデル、使用されたインプットまたはカウン

ターパーティー・リスクおよび流動性リスク

の不確実性を考慮するように設計された評価

調整の評価

　不確実な経済環境を考慮し、私たちはレベル3に

分類されるクレディ･アグリコル・CIBの金融資産

および金融負債の評価は、専門家の判断ならびに

評価に用いられるモデルの多様性および複雑性か

ら、監査上の主要な検討事項であると判断した。

 

　資産のうち、クレディ･アグリコル・CIBのデリ

バティブ金融商品は、クレディ・アグリコル・エ

ス・エー・グループの貸借対照表上公正価値で測

定する金融資産として計上され、そのうち、レベ

ル3は2023年12月31日現在、34.1十億ユーロであ

る。

　私たちは、クレディ・アグリコル・CIBが、レベ

ル3に分類されるデリバティブ金融商品および発行

済みの仕組債の識別、測定および認識のために実

施したプロセスならびに統制について理解した。

　私たちは、以下の検証を行った。

・　観察可能性のマッピングの検証、測定イン

プットの独立した検証および評価モデルの内

部承認の査閲等の私たちが重要な統制上の要

点と考え、またリスク管理部門によって実施

された統制を検証した。

・　評価調整の計上プロセスおよび金融商品の会

計上の分類についても検証した。

　金融商品の評価における監査チームの専門家を

利用して、私たちは独立した評価を実施し、クレ

ディ・アグリコル・CIBが行った評価を分析し、使

用された仮定、インプット、手法およびモデルを

検証した。特に、私たちは当事業年度中に実施さ

れた観察可能性のマッピングの進展に関する文書

を検証した。

　私たちはまた、認識された主な評価調整につい

て評価し、追加証拠金および金融商品の処分損益

に見られる主な差異について経営者が正当とした

理由についても評価した。
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　負債のうち、クレディ･アグリコル・CIBのデリ

バティブ金融商品および発行済みの仕組債は、ク

レディ・アグリコル・エス・エー・グループの貸

借対照表上公正価値で測定する金融負債として計

上され、そのうち、レベル3は2023年12月31日現

在、23.4十億ユーロである。

　連結財務書類に対する注記1.2、6.2および11.2

を参照。

 

IFRS第17号「保険契約」の初度適用による影響および保険契約負債の評価

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応
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　2023年1月1日からIFRS第17号「保険契約」が初

度適用された。これにより、クレディ・アグリコ

ル・エス・エー・グループの連結財務書類につい

て、保険負債の測定および認識から表示にわたり

重要な基準の変更が行われている。当該基準は、

移行日である2022年1月1日現在有効な保険契約に

遡及適用されている。

　連結財務書類に対する注記1および5.3は、IFRS

第17号で要求される定性的および定量的開示、な

らびに移行日においてクレディ・アグリコル・エ

ス・エー・グループが適用した主な会計方針およ

び主要な仮定を示している。当該新会計基準の適

用により、2022年1月1日現在の株主持分に対する

全体的な影響としてマイナス1.1十億ユーロを認識

し、また、期首における契約上のサービス・マー

ジンとして22.1十億ユーロを認識した。

　当該新会計基準による保険契約負債の測定およ

び認識の変更、選択された会計処理方法、ならび

に特定の主要な測定の仮定を決定する際の経営者

による重要な判断（自社保険契約を銀行が代理店

として販売する際に獲得するマージンの決定を含

む）に重要性があることから、私たちは、IFRS第

17号「保険契約」の初度適用がクレディ・アグリ

コル・エス・エー・グループの連結財務書類の期

首残高および比較数値に与える影響の評価は監査

上の主要な検討事項であると判断した。

　保険契約負債の測定は、保険契約者に対する契

約上の債務を履行するために必要な将来キャッ

シュ・フローの割引価値の最善の見積額の決定、

金額の不確実性をカバーするためにクレディ・ア

グリコル・エス・エー・グループが用いる信頼水

準に基づいて行われる非財務リスクの調整（簡便

法）およびクレディ・アグリコル・エス・エー・

グループが保険契約のサービスを提供するにつれ

て利益として認識する未稼得利益に相当する契約

上のサービス・マージン（一般モデルおよび変動

手数料アプローチ）に基づいている。

　基礎となる様々な仮定（特に、長期的なコミッ

トメント期間、保険契約者の行動、割引率等）、

専門家の判断および使用される保険数理計算の複

雑性に対する上述の保険負債の感応度を考慮し、

　IFRS第17号の初度適用による影響の評価につい

て、私たちは、保険数理専門家を利用して以下の

手続を行った。

・　IFRS第17号の適用に係るクレディ・アグリコ

ル・エス・エー・グループの計画およびIFRS

第17号の評価モデルの検証に関するガバナン

ス体制、決算日に適用されるパラメータおよ

び仮定、ならびに保険負債の見積額に対する

財務的影響を理解した。

・　2022年1月1日現在の連結財務書類および2022

年12月31日現在の比較財務諸表に対するIFRS

第17号の適用の影響を決定するための、情報

システムの内部統制環境を含む経営者により

定義されたプロセスおよび統制の理解、なら

びにその妥当性を評価した。

・　クレディ・アグリコル・エス・エー・グルー

プが適用している会計方針がIFRS第17号の規

定に準拠していることを評価した。私たち

は、移行日において修正遡及アプローチを適

用するために使用された簡便的な仮定、特に

契約上のサービス・マージンの測定および認

識の方法および保険契約ｍの分布に特に注意

を払った。

・　IFRS第17号の初度適用に関する連結財務書類

に対する注記に開示された情報の適切性を評

価した。

　左記に言及されている主な保険負債について、

私たちは、保険数理専門家を利用して、以下の手

続を実施した。

・　保険負債の決定プロセス、保険契約に基づく

保険契約者に対する契約上の債務を履行する

ために必要な将来キャッシュ・フローの割引

価値の最善の見積り、ならびに技術データの

処理および当該データの会計システムへのイ

ンプットに用いられる情報システムに関連す

る内部統制環境を理解した。

・　これらの引当金の測定のためにクレディ・ア

グリコル・エス・エー・グループがIFRS第17

号の原則に基づき適用した手法を評価した。

・　情報システムの内部統制環境を含め、経営者

が用いた手法、判断および仮定に関連する保
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私たちは、保険契約負債の測定は監査上の主要な

検討事項であると判断した。

 

　2023年12月31日現在、負債に計上されている保

険契約は348.5十億ユーロであった。

　連結財務書類に対する注記1、2.2、5.3および12

を参照。

険負債の測定プロセスにおいて私たちが重要

であると判断した統制をテストした。

・　割引将来キャッシュ・フローの見積り、非財

務リスクの調整および契約上のサービス・

マージンを決定する際に使用された主要な手

法、仮定、基礎データおよび重要な保険数理

パラメータをサンプルに基づきテストした。

・　使用された割引率曲線の適切性を評価した。

・　特定の保険負債の見積将来キャッシュ･フロー

について独立した再計算を行った。

・　連結財務書類に対する注記に記載された開示

の適切性を評価した。

 

特定の検証

　私たちはまた、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して、法律および規則により要求され

ている、取締役会の経営者報告書に記載されているクレディ・アグリコル・エス・エー・グループの情報に

ついて特定の検証を実施した。

　その公正な表示および連結財務書類との整合性について、私たちが報告すべき事項はない。

　私たちは、経営者報告書に記載されたクレディ・アグリコル・エス・エー・グループに関する情報にはフ

ランス商法の第L.225-102-1条に基づき要求される連結の非財務情報の報告が含まれていることを認める。

しかし、フランス商法の第L.823-10条に基づき、私たちはかかる報告に記載されている情報の公正な表示

および連結財務書類との整合性については検証していない。当該情報は、独立した第三者の報告対象と

なっている。

 

その他の法的および規制上の要件に関する報告

年次財務報告書に含まれるべき連結財務書類の表示形式

　私たちはまた、欧州の単一の電子形式で表示される年次連結財務書類に関して法定監査人が実施する手続

に関してフランスにおいて適用される専門的基準に従って、最高経営責任者の責任において作成された、フ

ランス通貨金融法典（Code monétaire et financier）の第L.451-1-2条第I項に言及される年次財務報告書に

含まれるべき連結財務書類の表示が2018年12月17日付の欧州委任規則第2019/815号に定義される単一の電子

形式に準拠していることを検証した。連結財務書類に関連するため、私たちの監査にはこれらの連結財務書

類のタグ付けが上述の委任規則に定義される形式に準拠していることの検証が含まれる。

　私たちは、私たちが実施した監査に基づき、年次財務報告書に含まれるべき連結財務書類の表示が、すべ

ての重要な点において欧州の単一の電子形式に準拠していると結論付ける。

　欧州の単一の電子形式に従った連結財務書類のブロックレベルのタグ付けに固有の技術的制約により、注

記の特定のタグの内容は、添付の連結財務書類と同一にはならない可能性がある。

　また、私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーが最終的にフランス金融市場庁に提出する年次財務

報告書に含める財務書類が、私たちが監査を実施した連結財務書類と一致していることを検証する責任を負

わない。

 

法定監査人の選任
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　プライスウォーターハウスクーパース　オーディットについては2004年5月19日に行われた株主総会、アー

ンスト・アンド・ヤング・エ・オートルについては1985年に行われた株主総会において、クレディ・アグリ

コル・エス・エーの法定監査人に選任された。

　2023年12月31日現在、プライスウォーターハウスクーパース　オーディットおよびアーンスト・アンド・

ヤング・エ・オートルの継続関与年数はそれぞれ、20年目および39年目である。

 

連結財務書類に対する経営者および統治責任者の責任

　経営者は、欧州連合が採択した国際財務報告基準（IFRS）に準拠する連結財務書類の作成および公正な表

示ならびに不正または誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務書類を作成するために経営者が必要と判断

する内部統制に対して責任を負っている。

　連結財務書類を作成するに当たり、経営者はクレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続す

る能力を評価すること、該当する場合には継続企業に関する必要事項を開示すること、およびクレディ・ア

グリコル・エス・エーの清算または事業停止の見込みがある場合を除き、継続企業を前提として会計処理を

行うことに責任を負っている。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセス、内部統制とリスク管理体制の有効性に加え、必要に応じて、会

計・財務報告手続に関する内部監査の監視を行うことにある。

　本連結財務書類は、取締役会によって承認された。

 

連結財務書類監査に対する法定監査人の責任

目的および監査アプローチ

　私たちの役割は、連結財務書類に関する監査報告書を発行することである。私たちの目的は、連結財務書

類に、全体として重要な虚偽表示がないかどうかについて、合理的な保証を得ることである。合理的な保証

とは、高い水準の保証であるが、専門的監査基準に準拠して行われた監査が、すべての重要な虚偽表示を常

に発見することを保証（guarantee）するものではない。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性が

あり、個別にまたは集計すると、当該連結財務書類の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

　フランス商法（Code de commerce）の第L.823-10-1条に定められるとおり、私たちの法定監査はクレ

ディ・アグリコル・エス・エーの存続性または業務の経営の質に関する保証は含まない。

　フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して実施した監査の一環として、法定監査人は監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、さらに以下の手続も行った。

・　不正または誤謬による連結財務書類中の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した

監査手続を立案、実施し、監査意見の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重要

な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くな

る。これは、不正には共謀、文書の偽造、取引等の記録からの意図的な除外、虚偽の陳述または内部統

制の無効化が伴うためである。

・　状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これは

内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。

・　連結財務書類において採用された会計方針の適切性ならびに経営者によって行われた会計上の見積りお

よび関連する開示の合理性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として会計処理を行うことが適切であるかどうか、また入手した監査証拠に基

づき、クレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続する能力に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象または状況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて評価する。この評価は、監査報
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告書の日付までに入手した監査証拠に基づいて行われる。しかし、将来の状況または事象により、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが継続企業として存続できなくなる可能性がある。法定監査人は、重要

な不確実性が存在するという結論を下した場合、監査報告書において、連結財務書類の関連する開示に

注意を喚起すること、または当該開示が行われていないもしくは適切でない場合には、除外事項付意見

を表明することが求められる。

・　全体としての連結財務書類の表示を評価し、財務書類が基礎となる取引や事象を適正に表示しているか

どうかを評価する。

・　連結財務書類に関する意見を表明するために、連結の範囲に含まれるクレディ・アグリコル・エス・

エー・グループ内の事業体または事業活動の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。法

定監査人は、連結財務書類監査の管理、監督および実施に加え、これらの連結財務書類に関して表明す

る監査意見に対して責任を負う。

 

監査委員会への報告

　私たちは、特に、監査範囲および実施した監査計画の記載ならびに私たちの監査結果が含まれている報告

書を監査委員会に提出する。私たちは、会計処理および財務報告の手続に関して識別された内部統制の重要

な不備についても、もしあれば報告を行う。

　監査委員会に対する私たちの報告には、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の連結

財務書類監査で最も重要な虚偽表示リスクが含まれており、それらは本監査報告書の中で記載が求められて

いる監査上の主要な検討事項となっている。

　私たちはまた、監査委員会に対し、特にフランス商法（Code de commerce）の第L.821-27条から第L.821-

34条の条項および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）において記載されてい

る、フランスでの適用規則に則った私たちの独立性を確認し、規則（EU）第537/2014号第6条で定められてい

る宣言書を提出する。私たちは、独立性に影響を及ぼすと合理的に考えられるリスクやそれに関連するセー

フガードについて、必要に応じて監査委員会と協議を行う。

 

ヌイイ・シュール・セーヌおよびパリ・ラ・デファンス　2024年3月22日

法定監査人

プライスウォーターハウスクーパース

オーディット
 

アーンスト・アンド・ヤング・

エ・オートル

アニエス・ユセール  ヴァネッサ・ジョリヴァルト
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財務書類に対する法定監査人の監査報告書

 

（2024年12月31日終了事業年度）

 

　これは、フランス語で発行されたクレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類に関する法定監査人の監

査報告書の日本語訳であり、日本語圏の読者の便宜のためにのみ提供されるものである。

　法定監査人の本監査報告書には、法定監査人の選任に関する情報または経営報告書および株主に提示され

たその他の文書の検証等の欧州規則およびフランス法によって要求されている情報が含まれている。

　本報告書は、フランス法およびフランスにおいて適用される専門的監査基準と共に、かつそれらに準拠し

て解釈されるものとする。

 

株主総会御中

クレディ・アグリコル・エス・エー

セデックス、モンルージュ、92127、合衆国広場 12番地

 

監査意見

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーの株主総会の委任に従い、2024年12月31日終了事業年度に

係る添付のクレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類について監査を行った。

　私たちは、財務書類が、フランスの会計原則に準拠して、クレディ・アグリコル・エス・エーの2024年12

月31日現在の資産・負債および財政状態ならびに同日に終了した事業年度の経営成績について、真実かつ公

正な概観を与えているものと認める。

　上述の監査意見は、監査委員会に対する私たちの報告と一致している。

 

監査意見の根拠

監査の枠組み

　私たちは、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して監査を実施した。私たちは、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　これらの基準に基づく私たちの責任は、本報告書の「財務書類監査に対する法定監査人の責任」の中に詳

述されている。

 

独立性

　私たちは、2024年1月1日から私たちの報告書の日付までの期間にわたり、フランス商法（Code de

commerce）および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）の独立性規定に準拠して

監査業務を実施し、特に規則（EU）第537/2014号の第5条第1項に記載され、禁止されている非監査業務は一

切提供していない。

 

評価の正当性 - 監査上の主要な検討事項

　私たちの評価の正当性について、フランス商法（Code de commerce）の第L.821-53条および第R.821-180条

の規定に従い、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の財務書類監査で最も重要であっ

た重要な虚偽表示リスクに関する監査上の主要な検討事項、およびそれらのリスクについて私たちがどのよ

うに対応したかについて報告する。
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　これらの事項は、財務書類全体に対する私たちの監査およびかかる監査意見の形成に際して対応されたも

のであり、私たちは、財務書類の中の特定の項目に対して個別の意見を表明するものではない。

 

評価に判断を要する株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資の測定

リスクの内容

　株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資は、取得原価で認識される。これらの株式は使用価

値により測定され、貸借対照表上は取得原価または使用価値のいずれか低い方の金額で計上される。使用価

値とは、その保有する目的を考慮して、クレディ・アグリコル・エス・エーが取得のために支払うと考えら

れる金額である。有価証券の使用価値が取得原価より低い場合、減損損失が認識される。

　価値の測定は、クレディ・アグリコル・エス・エーの収益性および収益性の見通し等を含む様々な要因か

ら決定される場合に、判断が用いられる。この場合、使用価値の測定は、事業運営上各事業体の経営者が決

定した3年間の財務予測に2年間分を推計して追加した、クレディ・アグリコル・エス・エーにより生成され

る見積将来キャッシュ･フローを割り引いて決定される。

　私たちは、使用価値の見積りの基礎となる仮定の決定、特に財務予測および割引率の仮定の決定において

は経営者の判断に重要性があること、ならびに特にLCLに対する投資の使用価値の測定ではそれらの仮定に対

する感応度があることから、評価に判断を要する株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資の測

定は監査上の主要な検討事項であると判断した。

 

　貸借対照表に計上された株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資は、2024年12月31日現在、

3.3十億ユーロの減損を含み、純額で67.9十億ユーロであった。LCLの帳簿価額は10.5十億ユーロであった。

　財務書類に対する注記2.2、6および7を参照。

 

リスクに対する監査上の対応

　私たちは、評価に判断を要する株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資の使用価値および関

連する減損を決定するために経営者が実施したプロセスについて理解した。

　私たち監査チームは、評価の専門家チームを利用して、割引率および永久成長率の決定に用いられた仮定

ならびに割引キャッシュ・フローの算定に用いられたモデルを評価した。

　私たちは、サンプルに基づき計算のテストを行い、割引率等の主な仮定を外部の情報源と比較した。

　私たちは、以下のために、該当する各事業体の経営者が作成し、モデルに用いられた財務予測を検証し

た。

・　事業体またはサブグループのガバナンス機関（取締役会または監督委員会）に提示されたものとの整合

性および行われた潜在的な調整に正当性があるかを確認する。

・　継続価値の決定を含む、主な基礎となる仮定を評価する。これらの仮定は、経済的および地政学的な不

確実性、過去の財務予測および過年度における実績を考慮して評価された。

・　一部の仮定（割引率、リスク費用、費用収益比率）に対する使用価値の感応度分析を実施する。

　私たちはまた、財務書類に対する注記に記載された、株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投

資に関する開示についても検証した。

 

規制、法務および税務訴訟に対する引当金の評価

リスクの内容

　クレディ・アグリコル・エス・エーは、フランス国内および国外の様々な機関からの訴訟手続、情報の提

供要請、調査、統制およびその他の規制上または法的性質を有する手続の対象となっている。
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　様々な税務調査もまた進行中である。

　手続の結果および特定の税務上の取扱いの不確実性を評価することは困難であることから、引当金の認識

およびその計上額の決定には、その性質上判断を要する。

　クレディ・アグリコル・エス・エーへの財務リスクおよび結果を予想する際に経営者の判断が重要である

ため、規制、法務および税務訴訟に対する引当金の評価は、監査上の主要な検討事項である。

 

　2024年12月31日現在計上されている引当金は、特定の規制当局による調査、情報または措置に関するもの

を含め、財務書類に対する注記15に記載されている。

 

リスクに対する監査上の対応

　私たちは、経営者、特にクレディ・アグリコル・エス・エーの法務、税務および法令遵守部門との四半期

ごとの質問を通じて、規制上および法的性質を有する手続ならびに税務上の不確実性から生じるリスクなら

びに引当金または見積回収額（該当する場合）を評価するために経営者が実施したプロセスについて理解し

た。

　私たちの手続には、特に以下が含まれた。

・　入手可能な情報（クレディ・アグリコル・エス・エーの法務もしくは税務部門または外部アドバイザー

が作成した文書、規制当局からの書簡および法務リスク委員会の議事録等）に基づく、引当金の決定に用

いられた仮定を検証した。

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの法務アドバイザーの分析および結果、ならびに私たちの確認要請

への回答を査閲した。

・　特に税務リスクについて、私たちの税務専門家と共に、クレディ・アグリコル・エス・エーが関連当局

に提出した回答およびクレディ・アグリコル・エス・エーが実施したリスク評価を検証した。

・　上記を踏まえた2024年12月31日現在の引当金または見積回収額の水準を評価した。

　最後に、私たちは、財務書類に対する注記に記載された関連の開示について検証した。

 

特定の検証

　私たちはまた、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して、法律および規則により要求され

ている特定の検証を実施した。

 

経営報告書の中の情報と財政状態および財務書類に関して株主に提示された他の文書に記載された情報

　取締役会の経営報告書の中の財務書類情報と、財政状態および財務書類に関して株主に提示された他の文

書の中の財務書類情報に関する公正な表示および両者の整合性について、私たちが報告すべき事項はない。

　フランス商法（Code de commerce）の第D.441-6条に言及される支払期日に関連する情報の公正な表示およ

び財務書類との整合性については、経営報告書に示されているとおり、当該取引は提供すべき開示の範囲に

含まれないとクレディ・アグリコル・エス・エーが判断し、これらの開示には銀行取引および関連する取引

が含まれていないことを私たちは報告する。

 

コーポレート・ガバナンスに関する報告

　私たちは、コーポレート・ガバナンスに関する取締役会の報告書がフランス商法（Code de commerce）の

第L.225-37-4条、第L.22-10-10条および第L.22-10-9条により要求される情報について記載していることを認

める。
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　私たちは、取締役が受領した、または取締役に割り当てられた報酬および給付ならびにその他役員に有利

な契約に関するフランス商法（Code de commerce）の第L.22-10-9条の規定に従って開示された情報に関し

て、財務書類またはこれらの財務書類の作成に使用された基礎となる情報との整合性、また該当する場合に

は、連結範囲に含まれているクレディ・アグリコル・エス・エーによって支配されている会社からクレ

ディ・アグリコル・エス・エーが入手した情報との整合性を検証した。このような手続に基づいて、私たち

は、この情報が正確かつ公正に表示されていることを認める。

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーが株式公開買付または証券交換による公開買付において影

響力を与えるおそれがあると考える項目に関する、フランス商法（Code de commerce）の第L.22-10-11条に

従って提供された情報に関して、私たちに提供された根拠文書との一致を確認した。この手続において、私

たちがかかる情報に関して報告すべき事項はない。

 

その他の情報

　フランスの法律に従って、私たちは、株主および議決権保有者に関する必要な情報が経営報告書に適切に

開示されていることを検証した。

 

その他の法的および規制上の要件に関する報告

年次財務報告書に含まれるべき財務書類の表示形式

　私たちはまた、欧州の単一の電子形式で表示される年次連結財務書類に関して法定監査人が実施する手続

に関してフランスにおいて適用される専門的基準に従って、最高経営責任者の責任において作成された、フ

ランス通貨金融法典（Code monétaire et financier）の第L.451-1-2条第I項に言及される年次財務報告書に

含まれるべき財務書類の表示が2018年12月17日付の欧州委任規則第2019/815号に定義される単一の電子形式

に準拠していることを検証した。

　私たちは、私たちが実施した監査に基づき、年次財務報告書に含まれるべき財務書類の表示が、すべての

重要な点において欧州の単一の電子形式に準拠していると結論付ける。

 

法定監査人の選任

　プライスウォーターハウスクーパース　オーディットについては2004年5月19日に行われた株主総会、

フォーヴィス マザー エスアーについては2024年5月22日に行われた株主総会において、クレディ・アグリコ

ル・エス・エーの法定監査人に選任された。

　2024年12月31日現在、プライスウォーターハウスクーパース　オーディットの継続関与年数は21年目、

フォーヴィス マザー エスアーは1年目である。

 

財務書類に対する経営者および統治責任者の責任

　経営者は、フランスの会計原則に準拠する財務書類の作成および公正な表示ならびに不正または誤謬によ

る重要な虚偽表示のない財務書類を作成するために経営者が必要と判断する内部統制に対して責任を負って

いる。

　財務書類を作成するに当たり、経営者はクレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続する能

力を評価すること、該当する場合には継続企業に関する必要事項を開示すること、およびクレディ・アグリ

コル・エス・エーの清算または事業停止の見込みがある場合を除き、継続企業を前提として会計処理を行う

ことに責任を負っている。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセス、内部統制とリスク管理体制の有効性に加え、必要に応じて、会

計・財務報告手続に関する内部監査の監視を行うことにある。
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　本財務書類は、取締役会によって承認された。

 

財務書類監査に対する法定監査人の責任

目的および監査アプローチ

　私たちの役割は、財務書類に関する監査報告書を発行することである。私たちの目的は、財務書類に、全

体として重要な虚偽表示がないかどうかについて、合理的な保証を得ることである。合理的な保証とは、高

い水準の保証であるが、専門的監査基準に準拠して行われた監査が、すべての重要な虚偽表示を常に発見す

ることを保証（guarantee）するものではない。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性があり、個

別にまたは集計すると、当該財務書類の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合

に、重要性があると判断される。

　フランス商法（Code de commerce）の第L.821-55条に定められるとおり、私たちの法定監査はクレディ・

アグリコル・エス・エーの存続性または業務の経営の質に関する保証は含まない。

　フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して実施した監査の一環として、法定監査人は監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、さらに以下の手続も行った。

・　不正または誤謬による財務書類中の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した監査

手続を立案、実施し、監査意見の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重要な虚

偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くなる。こ

れは、不正には共謀、文書の偽造、取引等の記録からの意図的な除外、虚偽の陳述または内部統制の無

効化が伴うためである。

・　状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これは

内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。

・　財務書類において採用された会計方針の適切性ならびに経営者によって行われた会計上の見積りおよび

関連する開示の合理性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として会計処理を行うことが適切であるかどうか、また入手した監査証拠に基

づき、クレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続する能力に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象または状況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて評価する。この評価は、監査報

告書の日付までに入手した監査証拠に基づいて行われる。しかし、将来の状況または事象により、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが継続企業として存続できなくなる可能性がある。法定監査人は、重要

な不確実性が存在するという結論を下した場合、監査報告書において、財務書類の関連する開示に注意

を喚起すること、または当該開示が行われていないもしくは適切でない場合には、除外事項付意見を表

明することが求められる。

・　全体としての財務書類の表示を評価し、財務書類が基礎となる取引や事象を適正に表示しているかどう

かを評価する。

 

監査委員会への報告

　私たちは、特に、監査範囲および実施した監査計画の記載ならびに私たちの監査結果が含まれている報告

書を監査委員会に提出する。私たちは、会計処理および財務報告の手続に関して識別された内部統制の重要

な不備についても、もしあれば報告を行う。

　監査委員会に対する私たちの報告には、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の財務

書類監査で最も重要な虚偽表示リスクが含まれており、それらは本報告書の中で記載が求められている監査

上の主要な検討事項となっている。
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　私たちはまた、監査委員会に対し、特にフランス商法（Code de commerce）の第L.821-27条から第L.821-

34条の条項および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）において記載されてい

る、フランスでの適用規則に則った私たちの独立性を確認し、規則（EU）第537/2014号第6条で定められてい

る宣言書を提出する。私たちは、独立性に影響を及ぼすと合理的に考えられるリスクやそれに関連するセー

フガードについて、必要に応じて監査委員会と協議を行う。

 

 

ヌイイ・シュール・セーヌおよびパリ・ラ・デファンス　2025年3月24日

法定監査人

プライスウォーターハウスクーパース

オーディット
 フォーヴィス マザー エスアー

アニエス・ユセール バラ・ナイジャ  エルヴェ・エリアス ジャン・ラトルゼフ
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財務書類に対する法定監査人の監査報告書

 

（2023年12月31日終了事業年度）

 

　これは、フランス語で発行されたクレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類に関する法定監査人の監

査報告書の日本語訳であり、日本語圏の読者の便宜のためにのみ提供されるものである。

　法定監査人の本監査報告書には、法定監査人の選任に関する情報または経営者報告書および株主に提示さ

れたその他の文書の検証等の欧州規則およびフランス法によって要求されている情報が含まれている。

　本報告書は、フランス法およびフランスにおいて適用される専門的監査基準と共に、かつそれらに準拠し

て解釈されるものとする。

 

株主総会御中

クレディ・アグリコル・エス・エー

セデックス、モンルージュ、92127、合衆国広場 12番地

 

監査意見

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーの株主総会の委任に従い、2023年12月31日終了事業年度に

係る添付のクレディ・アグリコル・エス・エーの財務書類について監査を行った。

　私たちは、財務書類が、フランスの会計原則に準拠して、クレディ・アグリコル・エス・エーの2023年12

月31日現在の資産・負債および財政状態ならびに同日に終了した事業年度の経営成績について、真実かつ公

正な概観を与えているものと認める。

　上述の監査意見は、監査委員会に対する私たちの報告と一致している。

 

監査意見の根拠

監査の枠組み

　私たちは、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して監査を実施した。私たちは、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　これらの基準に基づく私たちの責任は、本報告書の「財務書類監査に対する法定監査人の責任」の中に詳

述されている。

 

独立性

　私たちは、2023年1月1日から私たちの報告書の日付までの期間にわたり、フランス商法（Code de

commerce）および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）の独立性規定に準拠して

監査業務を実施し、特に規則（EU）第537/2014号の第5条第1項に記載され、禁止されている非監査業務は一

切提供していない。

 

評価の正当性 - 監査上の主要な検討事項

　私たちの評価の正当性について、フランス商法（Code de commerce）の第L.821-53条および第R.821-180条

の規定に従い、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の財務書類監査で最も重要であっ

た重要な虚偽表示リスクに関する監査上の主要な検討事項、およびそれらのリスクについて私たちがどのよ

うに対応したかについて報告する。
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　これらの事項は、財務書類全体に対する私たちの監査およびかかる監査意見の形成に際して対応されたも

のであり、私たちは、財務書類の中の特定の項目に対して個別の意見を表明するものではない。

 

評価に判断を要する株式投資ならびに子会社および関連会社に対する投資の測定に関する減損

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応

　株式投資ならびに子会社および関連会社に対す

る投資は、取得原価で認識される。これらの株式

は使用価値により測定され、貸借対照表上は取得

原価または使用価値のいずれか低い方の金額で計

上される。使用価値とは、その保有する目的を考

慮して、企業が取得のために支払うと考えられる

金額である。有価証券の使用価値が取得原価より

低い場合、減損損失が認識される。

　価値の測定は、企業の収益性および収益性の見

通し等を含む様々な要因から決定される場合に、

判断が用いられる。この場合、使用価値の測定

は、事業運営上各事業体の経営者が決定した3年間

の財務予測に2年間分を推計して追加した、当該企

業により生成される見積将来キャッシュ･フローを

割り引いて決定される。

　私たちは、使用価値の見積りの基礎となる仮定

の決定、特に財務予測および割引率の仮定の決定

においては経営者の判断に重要性があること、な

らびに子会社および関連会社であるLCLおよびクレ

ディ・アグリコル・イタリアに対する投資の使用

価値の測定ではそれらの仮定に対する感応度があ

ることから、評価に判断を要する株式投資ならび

に子会社および関連会社に対する投資の測定は監

査上の主要な検討事項であると判断した。

 

　貸借対照表に計上された株式投資ならびに子会

社および関連会社に対する投資は、2023年12月31

日現在、3.8十億ユーロの減損を含み、純額で66.4

十億ユーロであった。LCLの帳簿価額は、10.5十億

ユーロであり、CAイタリアの帳簿価額は、4.9十億

ユーロであった。

　財務書類に対する注記2.2および6を参照。

　私たちは、評価に判断を要する株式投資ならび

に子会社および関連会社に対する投資の使用価値

および関連する減損を決定するために経営者が実

施したプロセスについて理解した。

　私たち監査チームは、評価の専門家チームを利

用して、割引率および永久成長率の決定に用いら

れた仮定ならびに割引キャッシュ・フローの算定

に用いられたモデルを評価した。

　私たちは、サンプルに基づき計算のテストを行

い、割引率等の主な仮定を外部の情報源と比較し

た。

　私たちは、以下のために、該当する各事業体の

経営者が作成し、モデルに用いられた財務予測を

検証した。

・　事業体またはサブグループのガバナンス機関

（取締役会または監督委員会）に提示されたも

のとの整合性および行われた潜在的な調整に正

当性があるかを確認する。

・　継続価値の決定を含む、主な基礎となる仮定

を評価する。これらの仮定は、インフレ環境お

よび金利の上昇、過去の財務予測および過年度

における実績を考慮して評価された。

・　一部の仮定（割引率、リスク費用、費用収益

比率）に対する使用価値の感応度分析を実施す

る。

　私たちはまた、財務書類に対する注記に記載さ

れた、株式投資ならびに子会社および関連会社に

対する投資に関する開示についても検証した。

 

規制、法務および税務訴訟に対する引当金の評価

リスクの内容 リスクに対する監査上の対応

EDINET提出書類

クレディ・アグリコル・エス・エー(E26732)

有価証券報告書

1732/1736



　クレディ・アグリコル・エス・エーは、フラン

ス国内および国外の様々な機関からの訴訟手続、

情報の提供要請、調査、統制およびその他の規制

上または法的性質を有する手続の対象となってい

る。

　様々な税務調査もまた進行中である。

　手続の結果および特定の税務上の取扱いの不確

実性を評価することは困難であることから、引当

金の認識およびその計上額の決定には、その性質

上判断を要する。

　クレディ・アグリコル・エス・エーへの財務リ

スクおよび結果を予想する際に経営者の判断が重

要であるため、法務、税務および法令遵守に関す

るリスクの評価は、監査上の主要な検討事項であ

る。

 

　2023年12月31日現在の情報の調査または特定の

規制当局による措置については、財務書類に対す

る注記15に記載されている。

　私たちは、経営者、特にクレディ・アグリコ

ル・エス・エーの法務、税務および法令遵守部門

との四半期ごとの質問を通じて、規制上および法

的性質を有する手続ならびに税務上の不確実性か

ら生じるリスクならびに引当金または見積回収額

（該当する場合）を評価するために経営者が実施

したプロセスについて理解した。

　私たちの手続には、特に以下が含まれた。

・　入手可能な情報（クレディ・アグリコル・エ

ス・エーの法務もしくは税務部門または外部ア

ドバイザーが作成した文書、規制当局からの書

簡および法務リスク委員会の議事録等）に基づ

く、引当金の決定に用いられた仮定を検証し

た。

・　クレディ・アグリコル・エス・エーの法務ア

ドバイザーの分析および結果、ならびに私たち

の確認要請への回答を査閲した。

・　特に税務リスクについて、私たちの税務専門

家と共に、クレディ・アグリコル・エス・エー

が関連当局に提出した回答およびクレディ・ア

グリコル・エス・エーが実施したリスク評価を

検証した。

・　上記を踏まえた2023年12月31日現在の引当金

または見積回収額の水準を評価した。

　最後に、私たちは、財務書類に対する注記に記

載された関連の開示について検証した。

 

特定の検証

　私たちはまた、フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して、法律および規則により要求され

ている特定の検証を実施した。

 

経営者報告書の中の情報と財政状態および財務書類に関して株主に提示された他の文書に記載された情報

　取締役会の経営者報告書の中の財務書類情報と、財政状態および財務書類に関して株主に提示された他の

文書の中の財務書類情報に関する公正な表示および両者の整合性について、私たちが報告すべき事項はな

い。

　フランス商法第D.441-6条に言及される支払条件に関連する開示の公正な表示および財務書類との整合性に

ついては、経営者報告書に示されているとおり、当該取引は提供すべき開示の範囲に含まれないとクレ

ディ・アグリコル・エス・エーが判断し、これらの開示には銀行取引および関連する取引が含まれていない

ことを私たちは報告する。

 

コーポレート・ガバナンスに関する報告
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　私たちは、コーポレート・ガバナンスに関する取締役会の報告書がフランス商法（Code de commerce）の

第L.225-37-4条、第L.22-10-10条および第L.22-10-9条により要求される情報について記載していることを認

める。

　私たちは、取締役が受領した、または取締役に割り当てられた報酬および給付ならびにその他役員に有利

な契約に関するフランス商法（Code de commerce）の第L.22-10-9条の規定に従って開示された情報に関し

て、財務書類またはこれらの財務書類の作成に使用された基礎となる情報との整合性、また該当する場合に

は、連結範囲に含まれているクレディ・アグリコル・エス・エーによって支配されている会社からクレ

ディ・アグリコル・エス・エーが入手した情報との整合性を検証した。このような手続に基づいて、私たち

は、この情報が正確かつ公正に表示されていることを認める。

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーが株式公開買付または証券交換による公開買付において影

響力を与えるおそれがあると考える項目に関する、フランス商法（Code de commerce）の第L.22-10-11条に

従って提供された情報に関して、私たちに提供された根拠文書との一致を確認した。この手続において、私

たちがかかる情報に関して報告すべき事項はない。

 

その他の情報

　フランスの法律に従って、私たちは、株主および議決権保有者に関する必要な情報が経営者報告書に適切

に開示されていることを検証した。

 

その他の法的および規制上の要件に関する報告

年次財務報告書に含まれるべき財務書類の表示形式

　私たちはまた、欧州の単一の電子形式で表示される年次連結財務書類に関して法定監査人が実施する手続

に関してフランスにおいて適用される専門的基準に従って、最高経営責任者の責任において作成された、フ

ランス通貨金融法典（Code monétaire et financier）の第L.451-1-2条第I項に言及される年次財務報告書に

含まれるべき財務書類の表示が2018年12月17日付の欧州委任規則第2019/815号に定義される単一の電子形式

に準拠していることを検証した。

　私たちは、私たちが実施した監査に基づき、年次財務報告書に含まれるべき財務書類の表示が、すべての

重要な点において欧州の単一の電子形式に準拠していると結論付ける。

　私たちは、クレディ・アグリコル・エス・エーが最終的にフランス金融市場庁に提出する年次財務報告書

に含める財務書類が、私たちが監査を実施した財務書類と一致していることを検証する責任を負わない。

 

法定監査人の選任

　プライスウォーターハウスクーパース　オーディットについては2004年5月19日に行われた株主総会、アー

ンスト・アンド・ヤング・エ・オートルについては1985年に行われた株主総会において、クレディ・アグリ

コル・エス・エーの法定監査人に選任された。

　2023年12月31日現在、プライスウォーターハウスクーパース　オーディットおよびアーンスト・アンド・

ヤング・エ・オートルの継続関与年数はそれぞれ、20年目および39年目である。

 

財務書類に対する経営者および統治責任者の責任

　経営者は、フランスの会計原則に準拠する財務書類の作成および公正な表示ならびに不正または誤謬によ

る重要な虚偽表示のない財務書類を作成するために経営者が必要と判断する内部統制に対して責任を負って

いる。
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　財務書類を作成するに当たり、経営者はクレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続する能

力を評価すること、該当する場合には継続企業に関する必要事項を開示すること、およびクレディ・アグリ

コル・エス・エーの清算または事業停止の見込みがある場合を除き、継続企業を前提として会計処理を行う

ことに責任を負っている。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセス、内部統制とリスク管理体制の有効性に加え、必要に応じて、会

計・財務報告手続に関する内部監査の監視を行うことにある。

　本財務書類は、取締役会によって承認された。

 

財務書類監査に対する法定監査人の責任

目的および監査アプローチ

　私たちの役割は、財務書類に関する監査報告書を発行することである。私たちの目的は、財務書類に、全

体として重要な虚偽表示がないかどうかについて、合理的な保証を得ることである。合理的な保証とは、高

い水準の保証であるが、専門的監査基準に準拠して行われた監査が、すべての重要な虚偽表示を常に発見す

ることを保証（guarantee）するものではない。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性があり、個

別にまたは集計すると、当該財務書類の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合

に、重要性があると判断される。

　フランス商法（Code de commerce）の第L.821-55条に定められるとおり、私たちの法定監査はクレディ・

アグリコル・エス・エーの存続性または業務の経営の質に関する保証は含まない。

　フランスにおいて適用される専門的監査基準に準拠して実施した監査の一環として、法定監査人は監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、さらに以下の手続も行った。

・　不正または誤謬による財務書類中の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した監査

手続を立案、実施し、監査意見の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重要な虚

偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見できないリスクよりも高くなる。こ

れは、不正には共謀、文書の偽造、取引等の記録からの意図的な除外、虚偽の陳述または内部統制の無

効化が伴うためである。

・　状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これは

内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。

・　財務書類において採用された会計方針の適切性ならびに経営者によって行われた会計上の見積りおよび

関連する開示の合理性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として会計処理を行うことが適切であるかどうか、また入手した監査証拠に基

づき、クレディ・アグリコル・エス・エーの継続企業として存続する能力に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象または状況に関して重要な不確実性が存在するか否かについて評価する。この評価は、監査報

告書の日付までに入手した監査証拠に基づいて行われる。しかし、将来の状況または事象により、クレ

ディ・アグリコル・エス・エーが継続企業として存続できなくなる可能性がある。法定監査人は、重要

な不確実性が存在するという結論を下した場合、監査報告書において、財務書類の関連する開示に注意

を喚起すること、または当該開示が行われていないもしくは適切でない場合には、除外事項付意見を表

明することが求められる。

・　全体としての財務書類の表示を評価し、財務書類が基礎となる取引や事象を適正に表示しているかどう

かを評価する。
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　私たちは、特に、監査範囲および実施した監査計画の記載ならびに私たちの監査結果が含まれている報告

書を監査委員会に提出する。私たちは、会計処理および財務報告の手続に関して識別された内部統制の重要

な不備についても、もしあれば報告を行う。

　監査委員会に対する私たちの報告には、私たちの職業的専門家としての判断において、当事業年度の財務

書類監査で最も重要な虚偽表示リスクが含まれており、それらは本報告書の中で記載が求められている監査

上の主要な検討事項となっている。

　私たちはまた、監査委員会に対し、特にフランス商法（Code de commerce）の第L.821-27条から第L.821-

34条の条項および法定監査人に対するフランスの倫理規範（Code de déontologie）において記載されてい

る、フランスでの適用規則に則った私たちの独立性を確認し、規則（EU）第537/2014号第6条で定められてい

る宣言書を提出する。私たちは、独立性に影響を及ぼすと合理的に考えられるリスクやそれに関連するセー

フガードについて、必要に応じて監査委員会と協議を行う。

 

 

ヌイイ・シュール・セーヌおよびパリ・ラ・デファンス　2024年3月22日

法定監査人

プライスウォーターハウスクーパース

オーディット
 

アーンスト・アンド・ヤング・

エ・オートル

アニエス・ユセール  ヴァネッサ・ジョリヴァルト
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